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(1)	
 

Ⅰ．総	
 	
 	
 説 
	
 

１．概	
 	
 要	
 

	
 任	
 務：	
 	
 

	
 独立行政法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という。）は、平成13年4月の発足以来、旧工業技術院時代の

研究所単位の研究活動を統合して、今後の産業技術シーズとなる大学等の基礎的研究の成果を民間企業が行う製品化

につなぐために出口を見据え基礎から製品化に至る連続的な研究（「本格研究」）を一貫して推進し、我が国のイノベ

ーション創出に大きく貢献をしてきた。また、同時に、研究所内の資源配分を旧工業技術院の枠組みにとらわれずに

最適化し、社会的、政策的な研究ニーズに応じて機動的かつ柔軟に研究組織の廃止又は新設を行う等の適時、かつ、

適確な見直しを行い、イノベーション創出と業務の効率化を両立させるよう努めてきた。	
 

	
 このような取組により、これまでに管理費を削減するなどの効率化を図る一方で、第1期、第2期中期目標期間にお

ける特許や計量標準等の目標を達成するとともに、国際的な研究開発能力の指標である論文被引用件数についても高

い成果を挙げてきた。	
 

	
 第3期は、近年の技術の高度化、複雑化により基礎的研究と製品化研究の間に存在する技術課題が増大し、基礎的

研究の成果を製品化につなぐという産総研の機能がこれまで以上に重要とされる中、政府として実現を目指している

「課題解決型国家」に貢献するため、「21世紀型課題の解決」「オープンイノベーションハブ機能の強化」を大きな柱

に位置づけて、重点的に研究開発等に取り組む。	
 

	
 

	
 「21世紀型課題の解決」への取組として、経済と環境を両立する「グリーン・イノベーション」の推進のため、太

陽光発電等の低炭素社会実現に貢献する技術等を開発するとともに、国民生活向上のための「ライフ・イノベーショ

ン」の推進のために、創薬、医療、介護を支援する技術等の開発を行う。また、産総研の優位性を活かし情報通信技

術、材料、部材技術等の革新的な技術開発を行う他、地域においても、地域ニーズを踏まえた国内最高水準の研究開

発を行う。さらに、計量標準の充実及び高度化、地質情報の整備等とともに、新規技術の性能及び安全性評価、国際

標準化等により、産業や社会の「安全・安心」を支える新時代の産業基盤の整備を行う。	
 

	
 「オープンイノベーションハブ機能の強化」として、産学官が一体となって研究開発や実用化、標準化等を推進す

るための「場」を産総研が提供する。産総研施設の外部利用、地域の中小企業等やアジア等との連携を含め、オープ

ンイノベーションのハブとなるための新たなイノベーションシステムを構築する。また、我が国の産業技術の向上に

資することができる人材を社会に輩出するため、ポスドク等の若手研究者の育成や中小企業等の企業研究者の受入れ

等によりイノベーティブな人材養成を推進する。	
 

	
 

	
 産総研は、上記の取組を実施するにあたり、例えば「グリーン・イノベーション」分野での太陽光発電技術等や

「ライフ・イノベーション」分野での生活支援ロボット等、産総研が第1期、第2期中期目標期間を通じて蓄積してき

た実績を更に発展させる形で、取り組む。また、産総研が果たすべき社会における役割を強く認識し、我が国社会の

一員として、また各研究拠点が設置されている地域社会の一員として、社会に開かれ、社会で活用され、社会ととも

に歩むことを通じて、世界をリードする研究成果等を創出することにより、人類の持続的成長に大きく貢献する。	
 

	
 	
 

組	
 織：	
 	
 

	
 産業技術総合研究所は、平成17年度に非公務員型の独立行政法人へ移行したことに伴い、柔軟な人材交流制度を構

築するなど、そのメリットを最大限活用することにより組織のパフォーマンス向上を図っているところである。平成

22年10月には組織及び業務体制の見直しを行い、研究開発の中核をなす研究推進組織と、研究開発の運営業務に携わ

る事業組織・本部組織で構成する新しい体制へと移行した。	
 

	
 現在、研究推進組織としては、「研究ユニット」、「研究企画室」、「地質調査情報センター」、「地質標本館」、「計量

標準管理センター」を設置している。このうち、「研究ユニット」には、時限的・集中的に重要テーマに取り組む

「研究センター」、中長期戦略に基づき継続的テーマに取り組む「研究部門」、研究センター化を目指して分野融合性

の高いテーマ等に機動的・時限的に取り組む「研究ラボ」の3つの形態がある。事業組織としては、「東京本部」、「北

海道センター」、「東北センター」、「つくばセンター」、「臨海副都心センター」、「中部センター」、「関西センター」、

「中国センター」、「四国センター」、「九州センター」を設置しており、平成25年10月に、東日本大震災復興基本法第

3条等に基づき制定された「東日本大震災からの復興の基本方針」及び「福島復興再生基本方針」(閣議決定)	
 等を踏

まえ、福島で「再生可能エネルギー」の技術開発から実証までを行う拠点として、「福島再生可能エネルギー研究所」
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を新設した。本部組織としては、「企画本部」、「コンプライアンス推進本部」、「イノベーション推進本部」、「研究環

境安全本部」、「総務本部」、「評価部」、「広報部」を設置しており、平成25年4月につくばイノベーションアリーナ推

進関連の業務に係る意思決定の効率化等のため、「つくばイノベーションアリーナ推進本部」を設置した。更に、平

成25年10月に内部監査体制の見直しを行い、「監査室」を「コンプライアンス推進本部」から理事長直下の組織とし

て再配置した。	
 

	
 なお、平成24年4月に寄託生物の管理に係わる業務を独立行政法人製品評価技術基盤機構に承継したことに伴い、

「特許生物寄託センター」（平成22年10月に研究推進組織として設置）を廃止し、平成25年4月につくばイノベーショ

ンアリーナ推進関連の業務の一元化に伴い、「ナノデバイスセンター」（平成23年4月に研究推進組織として設置）を

廃止した。	
 

	
 

平成26年3月31日現在、常勤役員13名、研究職員2,262名、事務職員664名の合計2,939名である。	
 

	
 

沿	
 革：	
 

①	
 平成13年1月	
 

	
 中央省庁等改革に伴い、「通商産業省」が「経済産業省」に改組。これにより工業技術院の本院各課は産業技術

環境局の一部として、また工業技術院の各研究所は産業技術総合研究所内の各研究所として再編された。	
 

②	
 平成13年4月	
 

	
 一部の政府組織の独立行政法人化に伴い、旧工業技術院15研究所と計量教習所が統合され、独立行政法人産業技

術総合研究所となった。	
 

③	
 平成17年4月	
 

	
 効率的・効果的な業務運営を目的とし、特定独立行政法人から非公務員型の非特定独立行政法人へと移行した。	
 

	
 

産業技術総合研究所の業務の根拠法：	
 

①	
 独立行政法人通則法	
 （平成11年7月16日法律第103号）	
 

	
 （最終改正：平成25年11月22日（平成25年法律第82号））	
 

②	
 独立行政法人産業技術総合研究所法	
 （平成11年12月22日法律第203号）	
 

	
 （最終改正：平成25年12月13日（平成25年法律第99号））	
 

③	
 独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令	
 

	
 （平成12年6月7日政令第326号）	
 

④	
 独立行政法人産業技術総合研究所の業務運営並びに財務及び会計に関する省令	
 

	
 （平成13年3月29日経済産業省令第108号）	
 

（最終改正：平成26年3月10日経済産業省令第10号）	
 

	
 

	
 主務大臣：	
 

	
 	
 経済産業大臣	
 

	
 

	
 主管課：	
 

	
 	
 経済産業省産業技術環境局技術振興課	
 

	
 

	
 	
 産業技術総合研究所の事業所の所在地（平成26年3月31日現在）：	
 

①	
 東京本部	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒100-8921	
 東京都千代田区霞ヶ関1-3-1	
 

②	
 北海道センター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒062-8517	
 北海道札幌市豊平区月寒東2条17-2-1	
 

③	
 東北センター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒983-8551	
 宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1	
 

④	
 つくばセンター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒305-8561	
 茨城県つくば市東1-1-1（代表）	
 

⑤	
 臨海副都心センター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒135-0064	
 東京都江東区青海2-3-26	
 

⑥	
 中部センター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒463-8560	
 愛知県名古屋市守山区下志段味穴ケ洞2266-98	
 

⑦	
 関西センター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒563-8577	
 大阪府池田市緑丘1-8-31	
 

⑧	
 中国センター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒739-0046	
 広島県東広島市鏡山3-11-32	
 

⑨	
 四国センター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒761-0395	
 香川県高松市林町2217-14	
 

⑩	
 九州センター	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 〒841-0052	
 佐賀県鳥栖市宿町807-1	
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⑪	
 福島再生可能エネルギー研究所	
 	
 〒963-0298	
 福島県郡山市待池台2-2-9	
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 向	
 

産総研の分野別年間研究動向の要約	
 

Ⅰ．環境・エネルギー分野	
 

１．分野の目標	
 

	
 産総研で重点的に取り組んでいる「グリーン・イノベーションの推進」において、環境・エネルギー分野（以下、

「環エネ分野」）は大きな役割を担っている。環エネ分野では「グリーン・イノベーションの推進」に向けて、(1)	
 

再生可能エネルギーの導入を拡大する技術の開発、(2)	
 省エネルギーのための技術開発、(3)	
 資源の確保と有効利

用技術の開発、(4)	
 産業の環境負荷低減技術の開発、(5)	
 グリーン・イノベーションの評価・管理技術の開発、の

5項目の重点戦略を策定し、これに沿った研究開発を実施している。	
 

(1)	
 再生可能エネルギーの導入を拡大する技術の開発	
 

	
 低炭素社会の構築に向けて、枯渇の心配がない再生可能エネルギーの導入拡大が必須とされている。環エネ分

野では、再生可能エネルギーを最大限に有効利用するために、太陽光発電や風力発電の高性能化・高信頼性化や

バイオマスからの液体燃料製造などに関する技術開発を進めている。	
 

(2)	
 省エネルギーのための技術開発	
 

	
 省エネルギーは、温室効果ガス削減に直接的かつ早期の効果が期待されている。環エネ分野では、エネルギー

を高効率で利用するための高性能蓄電デバイスや燃料電池などの技術開発、省エネルギーのためのエネルギーマ

ネジメントシステムなどに関する技術開発を進めている。	
 

(3)	
 資源の確保と有効利用技術の開発	
 

	
 物質循環型社会を実現するためには、バイオマス資源や鉱物資源など、多様な資源の確保とその有効利用が不

可欠である。環エネ分野では、バイオマスなどの再生可能資源を原料とする化学品や燃料を製造するプロセスの

構築と高度化を進めている。また、枯渇性資源である石炭やメタンハイドレートなどの化石資源、レアメタルな

どの鉱物資源を有効利用する技術やリサイクル技術などの開発を進めている。	
 

(4)	
 産業の環境負荷低減技術の開発	
 

	
 産業分野での省エネルギー、低環境負荷を実現するためには、各産業の製造プロセスの革新が必要である。	
 

	
 環エネ分野では、化学品等の製造プロセスにおける環境負荷物質排出の極小化や、分離プロセスの省エネルギ

ー化を目指す、グリーン・サステイナブルケミストリー技術の開発を進めている。また、様々な産業活動に伴い

発生した環境負荷物質の低減と、環境修復に関する技術開発を進めている。	
 

(5)	
 グリーン・イノベーションの評価・管理技術の開発	
 

	
 持続可能社会を構築するためには、新しいエネルギー技術や先端材料の開発とともに、それらを正しく評価、

管理する必要がある。環エネ分野では、新しいエネルギー技術の導入シナリオを分析・評価するとともに、二酸

化炭素削減に関する各種取り組みに対する評価を行う。また、産業活動における化学物質によるリスクや環境負

荷物質による環境影響を正しく評価するための技術開発を進めている。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 環エネ分野では、8つの研究センター（新燃料自動車技術研究センター、メタンハイドレート研究センター、コ

ンパクト化学システム研究センター、先進パワーエレクトロニクス研究センター、太陽光発電工学研究センター、

バイオマスリファイナリー研究センター、触媒化学融合研究センター、再生可能エネルギー研究センター）、5つの

研究部門（ユビキタスエネルギー研究部門、環境管理技術研究部門、環境化学技術研究部門、エネルギー技術研究

部門、安全科学研究部門）を中心に研究開発を行っている。なお、環エネ分野以外の5研究分野とも強く連携を取

りつつ、上記重点戦略達成に向け、研究開発を進めている。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

	
 平成25年度の主な研究動向は以下のとおりである。	
 

(1)	
 再生可能エネルギーの導入を拡大する技術の開発	
 

・太陽光発電の長寿命化及び高信頼性化において、長年の懸案である加速試験と屋外曝露の相関を明確化できる可

能性のある指標を得るとともに、太陽電池モジュール部材の改良により、極めて高い長期信頼性を有する薄膜太

陽電池の開発に成功した。また、市場で喫緊の問題となっている電圧誘起劣化の主要因がナトリウムの拡散であ

ることを明らかにし、カバーガラス、封止材、反射防止膜の工夫によりこれを抑制することに成功した。	
 

・薄膜太陽電池の高効率化において、これまでに蓄積したカルコゲナイド系薄膜太陽電池のプロセス技術を結集し、

CIGS サブモジュールで変換効率18.3%を達成した。また、格子整合しない材料系どうしの積層を可能にするス
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(5)	
 

マートスタック技術を使った革新的太陽電池で変換効率27%を達成した｡	
 
・次世代型太陽光エネルギー利用技術において、産総研独自の新規なルテニウム錯体色素と有機色素の混合吸着に

より、世界最高レベルである11%以上のエネルギー変換効率を実現した。	
 
・電力変換エレクトロニクス技術の開発において、各種の高性能、高信頼性 SiC 素子の量産技術を確立し、実装
試作ラインの立ち上げ、パッケージ、モジュールの応用側への供給を開始した。また、超高耐圧の応用に適した

バイポーラ素子として、16.5	
 kV-30	
 Aのフリップタイプ n-ch IGBTを世界に先駆けて開発した。	
 
・再生可能エネルギー貯蔵・流通に関するトータルシステムシナリオ検討のプロジェクトを開始し、各種エネルギ

ーキャリアに関する実用化に向けた標準化課題の調査を開始した。	
 

(2)	
 省エネルギーのための技術開発	
 

・次世代自動車用高エネルギー密度蓄電デバイスの開発において、リチウムイオン電池用の高容量正極材料として

期待されている Li2MnO3で、マンガンの一部を鉄で置換するなどにより放電容量250	
 mAh/g を達成した。さら
に、共同研究先において8	
 Ah 級の実用セルで271	
 Wh/kg の高エネルギー密度を実証した。また、リチウム－空
気電池については、空気極中の炭素表面に RuO2触媒をコーティングすることにより、充電過電圧を大幅に低減
させ、エネルギー効率を向上させた。	
 

・高密度化、耐高温化のための新材料を含む電力変換デバイスの開発において、ダイヤモンドの負性電子親和力を

利用し、世界で初めて10	
 kV超高耐圧固体素子真空パワースイッチの原理実証を行った。	
 
(3)	
 資源の確保と有効利用技術の開発	
 

・バイオマスを利用する材料及びプロセス技術において、リグノセルロースからのセルロースナノファイバー製造

条件を明らかにした。種々のナノファイバーを固定化した水晶振動子センサーを製造し、水熱処理条件によるナ

ノファイバー表面の特性変化を生化学的に明らかにした。また、わが国におけるセルロースナノファイバーの研

究開発、事業化、標準化を加速するために「ナノセルロースフォーラム」を産総研コンソーシアムとして設立す

ることが認められた。	
 

・タンタルコンデンサ回収リサイクル技術の実証導入において、携帯電話などの廃小型電気製品を対象にタンタル

コンデンサ数の違いによる自動選別（精度90%以上）を実現し、制御系や供給系の改良によりトータルシステム
としての実用性を向上させた。また、茨城モデルの都市鉱山リサイクルプラントにて複管式気流選別機の商業稼

働を果たすとともに、電子素子選別シミュレーションソフトを試験公開した。	
 

・メタンハイドレートからの天然ガス生産技術の開発において、世界初となる海洋メタンハイドレート資源からの

天然ガス産出試験に、産総研が開発した「減圧法」が生産手法として採用され、日量2万立方メートルの天然ガ

スが連続的に生産されることを実証した。	
 

(4)	
 産業の環境負荷低減技術の開発	
 

・環境負荷物質の排出を極小化する反応・プロセス技術において、過酸化水素による高難度酸化技術を開発するこ

とでエポキシ化合物の高純度化を図り、銀のマイグレーションを抑制できる高機能導電性接着剤の開発に繋げた。	
 

・コンパクトな化学プロセスを実現する技術において、環境負荷を低減する特異的反応場利用技術として、有機溶

媒の代わりに水と二酸化炭素を溶媒として利用した高性能の触媒反応系を構築した。実例として、フラン類の1

種であるフルフラールの水素化触媒反応プロセスを開発し、従来法に比較して160%の水素化反応速度を達成す
るとともに、樹脂原料や香料原料等に利用されるテトラヒドロフルフリルアルコールを選択的に合成することに

成功した。	
 

(5)	
 グリーン・イノベーションの評価・管理技術の開発	
 

・先端科学技術のイノベーションを支える安全性評価手法において、カーボンナノチューブを取り扱う事業者など

が自主安全管理のために行う安全性試験や作業環境計測を支援するために、「カーボンナノチューブの安全性試

験のための試料調製と計測、および細胞を用いたインビトロ試験の手順」と「カーボンナノチューブの作業環境

計測の手引き」を公開した。	
 

・環境負荷物質及び環境浄化能の計測手法の開発において、水質汚染物質分析の基盤となる生物発光酵素として、

従来の発光酵素の約100倍の明るさと優れた発光持続性（半減期20分）を示す世界最高性能の酵素を人為的に合

成することに成功し、高感度化を達成した。	
 

	
 

Ⅱ．ライフサイエンス分野	
 

１．分野の目標	
 

	
 ライフサイエンス分野では、健康で安心して暮らすことができる健康長寿社会の実現および環境負荷を抑えた持

続可能な社会の実現を目指し、新たな健康評価技術や創薬支援技術の開発あるいは個人の状態に合わせて健康維
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持・増進・回復を支援する技術の開発により、ライフ・イノベーションに貢献する。また、バイオプロセスを用い

た環境負荷低減技術の開発によりグリーン・イノベーションに貢献する。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 当分野は4つの研究センター（糖鎖医工学研究センター、生命情報工学研究センター、創薬分子プロファイリン

グ研究センター、幹細胞工学研究センター）、4つの研究部門（健康工学研究部門、バイオメディカル研究部門、

生物プロセス研究部門、ヒューマンライフテクノロジー研究部門）から構成され、バイオテクノロジーから医工

学・人間工学までの幅広い研究分野の研究開発等を実施している。また、分野を跨る融合研究を推進することによ

り、新領域の技術開発にも積極的に取り組んでいる。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

	
 以下に平成25年度の主な研究動向を示す。	
 

(1)	
 健康を守るための先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発	
 

疾病の予防や早期診断、早期治療、個の医療の充実などの課題を解決するため、細胞操作及び生体材料技術を

応用した再生医療技術や先端医療支援技術の開発、医療機器の開発基盤の整備を行う。また、有用な新規バイオマ

ーカーを利用して疾病の予防や早期診断を行うために、生体分子の機能分析及び解析技術の開発を行う。さらに情

報処理と生物解析の連携、融合により、安全性を保ちつつ開発コストを低減する高効率創薬技術の開発を行う。	
 

以下に代表的研究成果を示す。	
 

・超高効率の細胞リプログラミングに対応可能なステルス型 RNA ベクターを開発し、6個の初期化因子を同時に
発現させることで、ヒト皮膚線維芽細胞からの iPS細胞の樹立効率を10%超に高めることに成功した。さらに、
iPS細胞が出現するまでの時間も従来の半分以下の10日間に短縮した。	
 
・移植用細胞に残存し腫瘍化する危険性があるヒト iPS/ES 細胞を、通常は廃棄する細胞培養液を用いて簡便に検
出する技術を開発した。貴重な移植用細胞の一部を無駄にすることなく調べることで、ヒト iPS/ES 細胞の安全
性を事前に把握することができ、ヒト iPS/ES細胞を用いた再生医療の安全性向上への貢献が期待される。	
 
・国内最大級のアカデミア創薬支援事業である創薬等支援技術基盤プラットフォーム事業に参画し、アカデミア中

心に9件の支援研究を実施した。さらに民間企業5社との資金提供型共同研究課題を通じて、創薬支援を行った。

創薬に関する技術者養成コースを6コース主催し、人材養成活動にも取り組んだ。また、分子モデリング技術に

よる高度創薬支援研究および高度化研究を実施した。	
 

・抗がん剤が効かない前立腺がんを抗がん剤が効くように細胞状態を初期化する既知薬剤、リバビリンを発見した。	
 

・肝炎感染者では肝炎ウイルスの持続感染に伴い、数年単位で変化してゆく肝臓の線維化が生じる。この病態変化

を血液検査によって測定できる迅速自動化システムを構築してきており、技術移転先企業からの薬事法に基づく

製造販売申請が承認された。	
 

・糖転移酵素様 Galntl5遺伝子を改変したマウスがヒト精子無力症モデルマウスに成り得ること、また実際にヒト
Galntl5遺伝子の欠損変異によって精子無力症を発症している患者を同定することに成功した。この成果は、男
性不妊症の原因を的確に判別する手法の開発に貢献するものである。	
 

・4種類以上のがん分子標的を対象に、世界最大級の天然物ライブラリー（30万以上）を用いて、スクリーニング

を行い nMオーダーで細胞毒性を示す新規化合物を複数発見した。	
 
・光学顕微鏡の分解能を超える超解像レベルの顕微鏡イメージング技術を向上させ、細胞内の微細構造を鮮明に解

析することを可能にした。これらの技術とともに、細胞移動や神経軸索伸長を制御する新規分子による細胞骨格

の新たな制御メカニズムを明らかにした。	
 

・ゲノム塩基配列と遺伝子の発現情報から、新規低分子化合物の生合成遺伝子を迅速・正確に予測する技術を開発

した。医薬リード等の生理活性物質の探索と生産に関して、新規生合成メカニズムを持つ遺伝子の迅速な探索に

道を開いた。	
 

・これまでよりも格段に正確な補正 P 値を計算できるアルゴリズム LAMP（Limitless-Arity Multiple testing 
Procedure、無限次数多重検定法）を開発した。超高速アルゴリズムを用いて無為な出現頻度の低い組み合わせ
を特定し取り除くことによって、補正係数を大幅に削減した。	
 

(2)	
 健康な生き方を実現する技術の開発	
 

	
 心身ともに健康な社会生活を実現するために、高齢者のケア、健康の維持増進、社会不安による心の問題の解決

が社会の重要課題になっている。そこで、健康な生き方を実現する技術の開発を目指して、ストレス等を含む心身

の健康状態を定量的に計測する技術や、個人に適した治療やリハビリテーションによる健康の回復、維持増進を支
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援する技術の開発を行う。	
 

以下に代表的研究成果を示す。	
 

・漢方薬紫紺の成分であるシコニンに生体リズム短縮作用があることを見出すとともに、エピジェネティック調節

機構を介した生体リズム調整作用を見出すためのスクリーニング方法を新たに開発した。また生体リズムマーカ

ーとなる物質をヒト唾液中において見出した。	
 

・ウガンダの倫理委員会の承認を得て、マラリア診断用細胞チップの現地でのフィールド試験を実施した。95例の

患者血液を用いて産総研チップによるマラリア原虫の検出を行い、低感染領域では既存診断法と同等以上の検出

感度であることを実証した。	
 

・10万回駆動しても変位量が10%しか減らない繰り返し耐久性、3時間にわたって変位状態をほぼ一定に保てる変
位保持性をもつ高性能なナノカーボン高分子アクチュエーターを開発した。	
 

・産業的生産に使用可能な硬質樹脂を素材とした射出成形チップの開発に成功し、免疫測定が可能であることを実

証した。従来の免疫化学測定は材料の影響が大きいため、硬質樹脂でのバイオマーカー計測の実証は実用化へ向

けた大きな進歩である。	
 

・過去10年以上にわたり、国内外の延べ3,000名を超える高齢者・障害者を対象に行ってきた感覚特性の計測結果

を広く産業界等で活用してもらうために、「高齢者・障害者の感覚特性データベース」を構築し、インターネッ

ト上で一般に公開した。	
 

・2010年の試作機第1号完成以来、高度化開発を進めてきたニューロコミュニケーターにおいて、臨床現場に存在

する電気的ノイズへの対策となる新技術が開発され、実用化に向けた課題が一つ克服された。	
 

・知覚意識を支える上で不可欠な「確信度」という信号が、視床枕という脳領域で、計算されていることを見出し

た。本知見は、あるタイプの意識障害の病態メカニズム解明や、人工知能への応用に役立つことが期待される。	
 

(3)	
 産業の環境負荷低減に役立つバイオプロセス活用による高品質物質の高効率な生産技術の開発	
 

	
 化学プロセスに比べて反応の選択性が極めて高く、高付加価値化合物の効率的な生産が可能なバイオプロセス

（微生物や酵素を利用した物質生産）の活用範囲の拡大を目指して、微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明、

生体高分子の高機能化とバイオプロセスの高度化技術・設計技術、遺伝子組換え植物の作出技術及び密閉型遺伝子

組換え植物生産システムの実用化のための技術開発を進め、高効率なバイオものづくり技術を開発する。	
 

以下に代表的研究成果を示す。	
 

・ダイズの害虫として知られるホソヘリカメムシの腸内共生細菌が、共生時にポリヒドロキシアルカン酸（PHA）
を細胞内に蓄積すること、その蓄積が共生の維持に必須であることを発見した。PHA はバイオプラスチックと
して注目されており、害虫と微生物との共生における予想外の役割が解明された。	
 

・シロイヌナズナの転写因子のうち約15%を占めるブレーキ型の転写因子（転写抑制因子）ほぼ全てに対して、ア
クセルに転換する植物を網羅的に作成し、全系統の表現型を解析し、データベース化した。この成果により、各

転写抑制因子の機能解明や、実用化につながる有用植物の開発が期待される。	
 

	
 

Ⅲ．情報通信・エレクトロニクス分野	
 

１．分野の目標	
 

情報通信・エレクトロニクス分野においては、持続的発展可能な社会の実現に向けて分野の担うべきミッショ

ンを「新しいデバイスの開発と IT（情報技術）の有効活用によって省エネを進め、安全やサービスへの応用によ
って、健全な社会の発展に寄与すること」と定めて研究開発を行っている。このミッションを実現するために以下

の3つを分野の戦略目標として定めている。	
 

(1)	
 高速光スイッチ、不揮発メモリ、フレキシブルディスプレイなどの新しい機能を低エネルギーで発揮するデバ

イスを開発する。	
 

(2)	
 IT（情報技術）活用による安全・安心な社会生活を実現するために、ディペンダブル IT システムの研究開発
を推進する。	
 

(3)	
 サービスを科学し、機械化することにより、GDPの7割を占めるサービス産業の効率化と新サービス産業を創
出する。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 当分野の研究組織は、5つの研究センター（ネットワークフォトニクス研究センター、ナノスピントロニクス研

究センター、フレキシブルエレクトロニクス研究センター、サービス工学研究センター、デジタルヒューマン工学

研究センター）、5つの研究部門（知能システム研究部門、ナノエレクトロニクス研究部門、電子光技術研究部門、
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情報技術研究部門、セキュアシステム研究部門）で構成されている。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

(1)	
 高速光スイッチ、不揮発メモリ、フレキシブルディスプレイなどの新しい機能を低エネルギーで発揮するデバ

イスの開発	
 

・ネットワークフォトニクス研究センターでは、超低エネルギーで動作可能なダイナミック光パスネットワーク技

術の開発を行っている。ダイナミック光パスネットワークに用いる、シリコンフォトニクスによる世界最小の

高効率8x8光スイッチを開発した。独自の波長変換装置のプロトタイプ化を進め、世界初となる実用レベルの特
性を確認した。	
 

・ナノスピントロニクス研究センターでは、大容量不揮発性メモリ「スピン RAM」に関する基盤技術の開発を行
っている。垂直磁化型磁気抵抗素子において、これまで技術的に困難であった超低抵抗領域で100%を越える磁
気抵抗比を初めて実現し、150mV以下の超低電圧書き込みに成功した。	
 

・フレキシブルエレクトロニクス研究センターでは、フレキシブルディスプレイなどのフレキシブル情報端末デバ

イスの開発を行っている。低消費電力大面積フレキシブル入力素子の普及に重要である、高感度な透明フレキ

シブル圧力センサの印刷形成を実現した。また、印刷法によりバルク金属並みの低い抵抗率を示す銅の配線を

高精細に形成する技術の開発に成功した。	
 

・電子光技術研究部門では、高機能光インターコネクションに向けた光電子集積デバイス、ハイブリッド回路基板

の開発を行っている。シリコンフォトニクス技術では集積プロセス技術の開発により世界トップとなる

30Tbps/cm2の伝送密度を実現するとともに、多層光配線に向けた層間信号伝送デバイスの開発に成功した。ま

た、1300nm波長帯域の光信号伝送に対応した光電子ハイブリッド回路基板技術を確立した。	
 	
 
・ナノエレクトロニクス研究部門では、半導体等の集積回路に関して、微細化に頼らずに低消費電力化する技術と

多様な用途への対応を可能にする技術の研究開発を行っている。トンネリング現象を利用して低電圧で動作す

るトランジスタの高速化やシリコンよりもキャリア移動度の高い半導体を集積した CMOS 回路の動作を実現す
るとともに、多品種少量生産に適したミニマルファブ装置群の開発に成功した。	
 

・情報技術研究部門では、IT 基盤の消費電力削減のための研究開発を行っている。昨年度構築した省エネ技術を
結集した次世代モジュール型データセンタに、日本各地の外気環境を擬似的に設定できる環境シミュレータを

附設し、様々な環境での消費電力削減効果を実証した。	
 

(2)	
 IT（情報技術）活用による安全・安心な社会生活を実現するために、ディペンダブル IT システムの研究開発
の推進	
 

・知能システム研究部門では、生活支援ロボットの実用化に必要な安全性を考慮したロボットの設計、評価、認証

を行うための技術の開発と国際標準化を推進した。これらの成果に基づいて、生活支援ロボットの国際安全規

格である ISO	
 13482が正式発行（2014/2/1）され、これに基づく世界初の製品認証が実現した。また、高所調
査用ロボットを共同開発し、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉作業に貢献した。	
 

・セキュアシステム研究部門では、情報システムのセキュリティと、安全性、信頼性の研究を行っている。ネット

ワークの情報や IC チップの真正性を保証する技術、インターネット上のサーバーに格納されたデータベースを
暗号化された状態で検索する技術、制御システムで用いられるサーバーが侵入を受けていないかを検査し、防

護する技術、複雑なシステムの機能を漏れなく検査するテスト項目を生成する技術などを開発し、標準化を推

進し、技術移転を行った。	
 

・電子光技術研究部門では、生活安全に向けた実用的な光センサーシステム及び生体組織中の機能や形態の高精度

イメージング技術の確立を行っている。携帯型センサによるウイルスの迅速高感度測定、光メモリ技術と画像

処理技術を用いた菌類迅速検出、近赤外分光を用いた中性脂肪検出法などを開発した。	
 

・情報技術研究部門では、地質分野と協力し、減災・環境・産業応用のための地球観測データの利活用基盤の研究

開発を行っている。人工衛星ランドサット8号の日本付近の観測データを即時公開するシステムを開発し

（2013/11/22研究成果発表）、利用制限のない最新の地球観測画像をわかりやすいインターフェースで一般に公

開した。時系列画像を提供することにより、防災・環境監視・農林水産業などの分野に貢献することが期待さ

れる。	
 	
 

(3)	
 サービスを科学し機械化することによる GDPの7割を占めるサービス産業の効率化と新サービス産業の創出	
 
・情報技術研究部門では、ウェブ上の音楽コンテンツの関係性を可視化する音楽視聴支援システムを開発し、誰で

も利用できるサービス「Songrium」として一般公開した（2013/8/27プレス発表）。	
 
・デジタルヒューマン工学研究センターでは、ユーザと製品の相互作用をコンピュータ上で仮想評価するデジタル
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(9)	
 

ヒューマンモデルのソフトウェアプラットフォーム「DhaibaWorks」を整備し、自動車、情報端末、パッケー
ジ、自転車などの製造業への技術移転を進めた。	
 

・サービス工学研究センターでは、介護サービス現場での従業員の情報記録、共有を支援する情報端末システムを

開発した。現場従業員とともにシステム仕様とサービスプロセスを設計する現場参加型デザイン手法を適用し

た。このシステムは、連携先の介護施設に2014年度より全面導入されることとなった。	
 

	
 

Ⅳ．ナノテクノロジー・材料・製造分野	
 

１．分野の目標	
 

	
 ナノテクノロジー・材料・製造分野では、ナノテクノロジーをキー技術としてグリーンイノベーションの核とな

る材料やデバイスの創成、ならびに製造プロセスの革新を進めることにより、わが国の国際競争力を強化し、持続

的発展可能な社会の実現を目指したグリーンイノベーションへの貢献を目標としている。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 当該分野は平成25年度末において2つの研究センター（ナノチューブ応用研究センター、集積マイクロシステム

研究センター）、3つの研究部門（先進製造プロセス研究部門、サステナブルマテリアル研究部門、ナノシステム

研究部門）の計5研究ユニットで構成されている。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

	
 当該分野の先端研究事業の代表例を以下に示す。	
 

	
 当該分野では、積極的に産業界や大学と連携して研究開発を実施している。その代表的なものとして経済産業省

の「未来開拓研究プロジェクト」では次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発、革新的構造材料等技術開発、未利

用熱エネルギー革新的活用技術開発、同じく経済産業省所管の「三次元造形技術を核としたものづくり革命プログラム」では次

世代型産業用3D プリンタ技術開発及び超精密三次元造形システム技術開発を実施している。また NEDO プロジェクトと
して、低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト、高耐熱部品統合パワーモジ

ュール化技術開発、革新的省エネセラミックス製造技術開発、希少金属代替材料開発プロジェクト、グリーンセン

サ・ネットワークシステム技術開発プロジェクトを実施している。さらに、内閣府の最先端研究開発支援プログラム（FIRST）
では、グリーン・ナノエレクトロニクスのコア技術開発、マイクロシステム融合研究開発を実施している。	
 

	
 平成25年度の主な研究成果は、以下の通りである。	
 

(1)	
 持続的社会構築に資するナノカーボン材料、ナノ粒子など革新的ナノテク材料、およびデバイスの基盤技術開

発	
 

・カーボンナノチューブ（CNT）の産業応用を実現するため、スーパーグロース法の実証プラントを運営し、用
途開発企業等へ、単層 CNT 試料をのべ140件提供した。電気めっき法により、銅と同程度の導電率で、銅の100
倍高性能な耐電流密度を有する単層 CNT 銅複合材料の開発に成功した。また、eDIPS 法単層 CNT 分散液イン
クを用いた印刷技術により、移動度10cm2/Vs 以上とオンオフ比106以上の性能を誇る薄膜トランジスタの開発に
成功した。	
 

・マイクロ波プラズマ CVD の条件最適化、基板表面処理技術、ドーピング技術、転写技術の高度化により、結晶
サイズを従来の10nm から100nm に向上させるだけでなく、電気伝導度も従来の100cm2/Vs から1000cm2/Vs に
向上させたグラフェンの開発に成功した。	
 

・新たに開発した収差補正装置を搭載した低加速高分解能電子顕微鏡を用いて、加速電圧15kV で0.17nm の空間

分解能を達成した。また、二硫化モリブデン単原子層中のドーパントや不純物を単原子レベルで検出する技術を

確立した。さらに、二硫化モリブデンと二硫化タングステンを原子レベルで混合することで、従来不可能であっ

た単原子層デバイスのバンドギャップ変調を制御できることを実証した。	
 

・単層 CNT の金属型と半導体型の大量分離技術開発において、分離時の pH や溶質濃度を制御することにより、
スループットを向上させることに成功し、分離純度95%、収率80%を達成した。その分離原理に関し、単層
CNT 表面の分散剤（界面活性剤）の密度変化が分離媒体（ゲル）への吸着力に影響する事を見出した。また、
温度制御による高純度かつ単一構造の半導体型単層 CNTの分離法を確立した。	
 
・樹木の幹や枝などの植物系放射性セシウム汚染物の焼却灰からプルシアンブルーナノ粒子吸着剤により放射性セ

シウムを抽出・回収する技術を開発し、その有効性を福島県双葉郡川内村に設置した実証試験プラントを用いて

検証した。焼却灰中の放射性セシウムを水に抽出し、その灰中の放射性セシウムの60～90%を除去することに成
功した。抽出された放射性セシウムは、灰の約1/500～1/3,000の重量のナノ粒子吸着剤によって回収できた。	
 



総	
 説	
 

(10)	
 

・幾何学的考察と第一原理分子動力学シミュレーションにより、トランジスタやメモリーなどの絶縁膜や太陽電池

の透明電極の材料として注目されているアモルファス金属酸化物の構造には、金属の種類や金属と酸素の比率に

よらない構造普遍性があることを予測した。アモルファス金属酸化物の原子構造を包括的かつ大局的に捉えた

“球のランダム充填構造の重ね合わせ”という新概念を提唱し、電子デバイス材料の設計に大きな指針を与えた。	
 

・無機太陽電池に対する理論を拡張することにより、従来指針が無かった有機太陽電池の光電変換効率の理論的限

界値（＝約21%、現状の変換効率は10～12%）を算出することに成功した。また、有機太陽電池が最も高い変換
効率を示す光の波長も理論計算により見積もることができた。	
 

(2)	
 資源の有効活用・代替と省エネルギーのための技術開発	
 

・実用金属材料の中で最も軽量なマグネシウムの輸送機器部材への実用化を目的に、制振性に優れる希薄合金

（Mg-0.2wt%Ce 合金）の室温下での新圧延法を開発し、アルミニウム合金並みの成形性付与に成功した。また、
汎用マグネシウム合金の鍛造技術においても組織微細化技術を組み入れることで、200℃以下の低温でも複雑形

状の構造部材を鍛造成形できることを見出した。さらに、汎用アルミニウム合金についても凝固過程で振動を付

与することで組織を微細化できる高度溶解・鋳造技術を開発した。	
 

・耐久性と光学特性を付与した調光ミラー薄膜を蒸着した透明シートを単板ガラスに貼付け、その際に生じる微小

なすきま内でガス交換を行う新方式のガスクロミック調光ミラーの開発に成功した。これにより、ペアガラスの

使用が必須となっていた従来型のガスクロミック方式の制約を解消するとともに、微小なすきま内に導入する水

素が瞬時に調光ミラー薄膜に吸収されるため、安全性も飛躍的に高めることができた。	
 

・レアメタルである白金の使用量を低減し、高温耐久性にも優れた Pt-Pd ナノ粒子からなるディーゼル車用の高
性能排ガス浄化触媒の開発に成功した。プロセス等を最適化することで、1度に500g の触媒を調製できる量産化
技術を確立した。また、レアメタルであり特定化学物質に指定されているコバルトを使用しない硬質材料として、

産総研が開発した WC-FeAl 合金を押出成形で長尺化する技術を開発し、これにより無垢のドリル素材の製造が
可能となった。さらに、タングステンをチタンに置き換えたレアメタルフリー耐熱性硬質材料 TiC-FeAl の開発
に成功した。	
 

(3)	
 産業の環境負荷低減や省エネに資するMEMS、エネルギー部材などの製造技術開発	
 
・ファイバー型 MEMS コンポーネント製造技術に関して、異種材料電極によるセンサ作成技術および従来比で約
10倍スループットを向上させた低コスト露光プロセスを開発した。低消費電力多値化技術により、微弱電波通信

距離を2.7倍にし得る通信 LSI と、MEMS 技術を用いたフレキシブル電力センサ、及び3.9mm 角の通信機能付
き温湿度センサチップを実現した。環境データを多点で観測することで、消費電力のムダを“機能/電力”の観

点より判断し、必要な省エネ対策を明らかにできるシステムを試作し、社会実験によりその有用性を実証した。	
 

・オンデマンド・リペア、オンデマンド・アップグレードシステムの構築を目的に、産総研独自のコーティング技

術である塗布光照射法（光MOD法）を用いて、蛍光体膜製造プロセスの開発に取り組んだ。その結果、フレキ
シブル基板上に、従来の1/3の膜厚で1.5倍の発光強度を示す高輝度大面積蛍光体膜の作製に成功した。	
 

・これまで研究を進めてきたマイクロ SOFC 材料・製造技術をベースとし、マイクロ燃料電池の実用化を目指し
た。マイクロ燃料電池等の接続技術として、ガスシール性を有し接続抵抗値を0.5Ω以下に抑えるセラミック集

電シール接続技術を開発し、従来の金属集電に代わるモジュール化技術を見出した。	
 

・産総研独自のコーティング技術であるエアロゾルデポジション法（AD 法）により、樹脂フィルム状に二酸化チ
タン多孔質光電極構造を形成し、世界トップクラスの変換効率8.0%を示すフレキシブル色素増感太陽電池の開
発に成功した。企業連携により、ロール・ツー・ロール化を達成するなど、量産化の目処も得た。	
 

	
 

Ⅴ．計測・計量標準分野	
 

	
 計量標準と計測技術及びその標準化は、あらゆる科学技術活動、財・サービスの生産等の経済活動、さらには社会

生活全般において最も基本となる基盤技術である。私たちが客観的・科学的な根拠に基づいて適正な試験データを取

得できるように、計測・計量標準分野では、国が一元的に提供することを要請されている計量標準と標準物質の整備、

および我が国の産業技術競争力の向上に必要な計測技術とその標準化の研究を行っている。特に、計量標準の整備に

関しては、以下のわが国の三つの指針の実現を支えることを目的に開発を進めている。①各種エネルギー貯蔵技術・

利用技術の推進や省エネルギー・エネルギー利用効率化技術の開発を支援し、グリーン・イノベーションの実現を支

える計量標準の整備。②先進医療機器の開発・臨床検査の信頼性や食品の安全性などの生活環境の健全性の確保に資

する、ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準の整備。③わが国の産業の国際通商を円滑に実施するために

必要な国際規格や法規制に対応する計量標準およびナノデバイスやロボットなどのわが国の先端産業の国際競争力を

支援し、産業の国際展開を支える計量標準の整備。	
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(11)	
 

	
 当分野の研究組織は、2つの研究部門（計測標準研究部門、計測フロンティア研究部門）、1つの研究センター（生

産計測技術研究センター）の計3つの研究ユニットと計量標準管理センターで構成されている。平成25年度の主な研

究動向は以下の通りである。	
 

	
 

１．計量標準	
 

	
 	
 計量標準整備については、計測標準研究部門がわが国の中核としてそれを担い開発・供給を行っている。第3期

中期計画の5年間では、グリーン・イノベーション、ライフ・イノベーション、産業の国際展開を柱として整理し

た62種類の新規標準の開発、省エネルギー技術の利用や生産現場計測器の信頼性確保、中小企業の技術開発力向上、

トレーサビリティ体系の合理化などを目指した71種類の標準の高度化を予定している。平成25年度の実績としては、

24種類の新規標準の開発（第3期累計で45種類）を実施し、18種類の標準の高度化（第3期累計で49種類）を実現し

た。サービスの実施件数としては、特定二次標準器の校正459件、特定副標準器の校正は17件、依頼試験は3,805件

であった。標準物質の頒布数は1,394件であった。特定計量器の型式承認試験は107件、基準器検査は2,732件、比

較検査7件、検定0件、各種計量教習は延べ606人を行った。国家計量標準の相互承認を目的とし、計量標準の国際

比較および他国の専門家による技術審査（Peer review）受入等を行った。また、国際基準に準拠した品質システ
ムを運用することにより ISO/IEC	
 17025および ISOガイド34認定（ASNITE-NMI）を取得・維持している。国際
関係ではメートル条約と国際法定計量条約における調整活動への参加を通して我が国の計量技術を代表した責務を

果たすと同時に、アジア太平洋地域では計量組織における調整活動や各国の計量技術者に対する研修等を通して計

量先進国としてのプレゼンスを発揮した。	
 

(1)	
 グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備	
 

・利用が進む紫外域での LED の光出力の高強度化に対応可能な LED 全光束標準を開発するため、光源及び測定
光学系の評価を完了させ、分光全放射束標準の供給を開始した。	
 

(2)	
 ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準の整備	
 

・放射線がん治療の安全と治療効率の向上に貢献するため、治療で最もよく使用されている医療用リニアック装置

を用いて発生させる高エネルギー線量を精密に測定することを可能とする水吸収線量標準を開発し、供給を開

始した。 
(3)	
 産業の国際展開を支える計量標準の整備	
 

・ナノ材料に関する試験方法の国際標準化の実現に不可欠なチタニアナノ粒子標準物質を開発した。また、規制等

の対応に必要だが課題が残る技術要素を企業と連携して解決するために、ナノ材料の産業利用を支える計測ソ

リューション開発コンソーシアムを立ち上げた。 
(4)	
 国家計量標準の高度化・合理化	
 

・企業との連携により、温度依存性・経時安定性に優れ、取り扱いが容易な標準抵抗器を開発した。	
 

・産業現場やサービス産業への計量トレーサビリティの普及を図るため、NMIJにトレーサブルな標準物質の供給
に関しては、定量 NMR法を中心とした依頼試験による純度校正サービスの範囲を医療・健康分野に展開し、新
たに18物質の純度校正を可能にして、校正サービスの対象物質を約170物質に拡充した。	
 

(5)	
 国際計量標準への貢献	
 

・タイ国内ならびに ASEAN 地域全体の計量標準ネットワーク構築を促進する新たな支援プログラム「メトロロ

ジー・ハブ	
 in ASEAN」を立ち上げ、現地セミナーによる技術支援・普及啓発や招聘事業による人材育成に取
り組んだ。平成25年度中の実績としては、国際セミナーを計３回開催し,ASEAN８か国から延べ22名を招聘し
た。また、計測標準研究部門への技術研究生として、タイを中心に合計6名を招聘した。	
 

	
 

２．計測技術	
 

	
 計測技術に関しては、計測フロンティア研究部門と生産計測技術研究センターを中心に研究開発を行ってい

る。前者は、独創性が高く、従来技術の質的転換を図る計測機器の開発と、計測結果から情報を取り出し、意

味ある形に仕上げる解析・評価技術の開発を目的としている。また、開発した計測機器、解析技術を駆使した

社会の発展に寄与する新しい情報（知識）の獲得と体系化や、標準化による開発技術の普及を進めている。後

者は、品質・生産性の向上、製品不具合対処、安全確保、環境保全などに資する新たな計測技術を生産現場へ

提供することや企業の生産現場に精通した技術統括者であるマイスターとの連携によって産業界の計測ニーズ

に沿った研究開発を推進することを目的としている。	
 

	
 平成25年度の2ユニットにおける計測・評価技術の主な研究成果は以下のとおりである。	
 

(1)	
 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解析技術の開発	
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・超伝導体を用いた質量分析用イオン検出器として世界最大の検出面積と最高分解能を実現するとともに、カウン

トロス問題を克服した。また、高温超伝導体である MgB2を用いたイオン検出器、および超伝導検出器と超伝導
エレクトロニクスを組み合わせた超電導検出信号処理系を世界で初めて開発した。	
 

・被検体に貼り付けた縞模様をデジタルカメラで撮影し、画像処理によりモアレを作成することで微小変形を高精

度に解析できるサンプリングモアレ法の開発を進め、JAXA が開発するイプシロンロケットのモータケース（燃
料容器）などの変形分布評価に適用した。従来、変形計測に利用されてきた変位計では点計測に留まるが、本手

法により分布計測が可能となり、宇宙構造物などの設計検証試験に非常に有効であることが実証された。	
 

・2種の異なる電気測定 AFM（走査型拡がり抵抗顕微鏡（SSRM）及び走査型キャパシタンス顕微鏡（SCM））
において、サブミクロンからナノスケールの領域でのデバイス材料中のキャリア濃度の測定方法と標準試料の構

成要件の最適化を行った。この結果、異なる機関で計測した値がよく一致し、本手法による国際標準制定に向け

て VAMAS-TWA2で国際 RRTを行うことが ISO/TC201にて議決された。	
 
(2)	
 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開発と提供	
 

・FPC（フレキシブルプリント回路）外観検査装置の光学系と画像解析処理システムを最適化してプリント基板の
金メッキ色むらの自動評価技術を確立、実用化の目途を得るとともに、業界団体を組織して本評価方法の国際標準

化に着手した。	
 

・半導体計測機器メーカと稼働中の量産プラズマ装置へ装着が容易なプラズマインピーダンス計測装置を共同で製品

化し、上市した。	
 

・応力発光材料の計測デバイス化を目指すベンチャーへのソリューション提供、及びナノ材料開発全般に関するソリ

ューション提供を大手企業に対して進めた。	
 

	
 

Ⅵ．地質分野	
 

１．分野の目標	
 

	
 地質分野では、知的基盤整備の一環として陸域及び海域における「地質の調査」を行い、様々な地質情報の計画

的・継続的な整備を進める。そしてそれらを基盤に、安全・安心で持続的発展可能な社会の実現に向けた地震・火

山災害等の国土の安全に係る研究、高レベル放射性廃棄物地層処分、地圏・水圏等における環境保全に係る研究、

エネルギー・資源の安定供給に係る研究等を実施する。また、地質の調査に関連した、海外地質調査所や地球科学

研究機関等との国際研究連携を推進する。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 地質分野では、「地質の調査」を確実に実施するため、地質調査総合センター（Geological Survey of Japan, 
AIST）として、1つの研究センター（活断層・地震研究センター）、2つの研究部門（地圏資源環境研究部門、地
質情報研究部門）、1つの研究コア（深部地質環境研究コア）、関連部署（地質調査情報センター、地質標本館）

等から構成される連携体制を構築している。また、国際的にもこの体制の下で、東・東南アジア地球科学計画調整

委員会（CCOP）等の国際機関や世界地質調査所会議（ICOGS）、世界地質図委員会（CGMW）等に対して、我
が国の地質調査機関の代表として対応している。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

	
 平成25年度の主な研究動向は以下の通りである。	
 

(1)	
 地質情報の統合化と共有化・国土及び周辺域の高度利活用	
 

・最新の地球科学的知識に基づき、5万分の1地質図幅（陸域）、20万分の1地質図（陸域・海域）、地球物理図、

地球化学図、火山関連図、地震関連図など各種地球科学基本図、地球科学主題図等の網羅的・系統的な整備を

行い、知的基盤として整備・公表している。本年度は、整備計画に従って、5万分の1及び20万分の1地質図幅の

調査を実施した。次世代20万分の1日本シームレス地質図では、新たに作成した凡例を用いて近畿、中部、関東、

東北地方南部の地質図編集を行った。現行のシームレス地質図はデータの更新を行った。また、5万分の1地質

図幅3区画、海洋地質図2面、火山地質図2面を整備した。	
 

・政策課題「沿岸海域の地質・活断層調査」では、地質図や地下構造図が未整備である沿岸域において、海域－沿

岸域－陸域をつなぐシームレスな地質情報の整備を地質調査総合センターのユニットが連携協力して行っている。

本年度は、駿河湾沿岸域において地質、活断層調査を実施した。ボーリングと反射法探査データから富士川河口

付近での活断層による変形構造を推定した。また、平成24年度に実施した沿岸域調査研究の成果を地質調査総合

センター速報として出版した。さらに、平成23年度から平成24年度に実施した石狩低地沿岸域の調査結果を海陸
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(13)	
 

シームレス地質情報集として取りまとめた。	
 

・海洋地質図作成のための海底地質情報を取得するため、徳之島周辺海域の海洋地質調査を実施し、海底地形、反

射法音波探査、全磁力及び重力測定、岩石や堆積物の採取を行った。また、既存資試料の解析を進め、2区画の

地質図を出版するとともに、海底堆積物データの整理を行い、データベースの改善に着手した。	
 

・地質図情報を閲覧する統合ポータルである地質図 Navi を正式公開し、他機関のデータを含めた地図データの高
度な表示・利用を可能とした。地理空間情報の重ね合わせの利用を容易にしていることが評価され、電子国土賞

2013特定テーマ賞を受賞した。	
 

(2)	
 地圏循環システムの解明と解析技術の開発による地球と人間との共生社会の実現	
 

・地質分野では、地質学、地球化学、地球物理学等の地球科学的手法を駆使し、地圏・水圏循環システムの理解に

基づく国土有効利用実現のため、1)水資源等の環境保全及び地熱や鉱物資源探査、2)土壌汚染リスク評価、3)

地層処分環境評価、4)メタンハイドレート等天然ガス資源の調査、5)CO2地中貯留に関する技術、6)地圏・水圏
環境にかかわる知的基盤情報の整備・提供等の研究を実施している。	
 

・水資源の保全に資する研究としては、駿河湾沿岸海域に関する既存資料の収集と分析を行った。そのうえで、海

域微地形や断層位置調査等を実施して地質構造等を把握し、地下水流動を捉えるため掘削地点の適地選定、海

上での海水分離型の掘削工法を決定した。また、調査で得られたデータ等を用いて、海水準や気候変動に対応

した地下水流動解析を実施し、数十万年規模の超長期に及ぶ地下水安定領域を判定した。	
 

・地熱資源ポテンシャル評価の研究では、改良した容積法により未利用地熱資源を含む全国の熱水系資源を再評価

した。地熱利用と温泉保全の両立の研究では、国内外動向調査、新潟県での温泉発電試験に伴う温泉モニタリ

ング等により資源量を再評価した。また、温泉共生型地熱貯留層管理システム開発で得た成果の他地域への展

開用ツールとして、温泉モニタリングデータを評価する地熱－温泉共生アドバンストソフトを作成した。	
 

・地中熱利用に関する研究としては、山形盆地及び秋田平野で、帯水層蓄熱冷暖房システムの適地指標定量化を

行い、地下水流速等を指標とした適地マップを取りまとめた。また、クローズド型地中熱システムのポテンシ

ャル評価について、その手法が多くの学協会で認められ、平成25年度日本地下水学会研究奨励賞を受賞した。	
 

・鉱物資源探査では、モンゴルで企業と重希土鉱床の評価を、南アフリカで同国公的研究機関と共同で重希土類鉱

徴地の探鉱試錐、選鉱試験を実施し、開発可能性評価を行った。ブラジル鉱産局と共同で希土類鉱床評価のた

めの現地調査・鉱石分析を実施した。ベントナイトの標準試験法開発のために、国内資料を収集し、MB 吸着量
測定法の改良を進めた。韓国および国内の珪石資源の調査を実施した。また、アジア鉱物資源図の編纂を進め

ると共に、アジア鉱物資源 DBの拡充を行った。	
 
・土壌汚染リスク評価の研究においては、環境及び生態リスクの評価モデルを作成・統合した。茨城県の表層土壌

基本図の整備を完了、出版準備を行った。原位置計測と物理探査の併用により、重金属類や油等の汚染物質の

浸透経路の調査法を見出した。また、動電学的手法や微生物を利活用した原位置浄化技術の体系的な研究開発

を行い、現場実証試験に至った。放射性物質汚染については、高い遮蔽能力を持つ高鉛含有率の新素材を試作

し、また粘土鉱物の吸着特性を考慮した汚染物質の動態把握に基づくリスク予測システムを構築した。	
 

・地層処分環境評価では、化学成分が異なる地下水を対象とした実験手法を確立するとともに、既往の多成分地下

流体流動解析ソフトウェアへの化学浸透圧の組み込みと異常間隙水圧持続時間の比較による重要度の抽出を行

った。地下実験施設の硝酸塩イオンの経時的な分析から、硝酸還元菌の原位置での還元速度の評価手法を確立

し、微生物の影響を含む将来予測モデルに組み込んだ。水理－力学－熱－化学反応の連成効果による亀裂の水

理－力学特性変化の実験手法と数学モデルを提示した。	
 

・CO2地中貯留に関する技術では、米国サイトで CO2圧入時モニタリングを開始し、解析法改良を検討した。物理
量変換プログラムを多様な地域特性に対応させるため、電気･電磁気ポストプロセッサを改良した。また、室内

実験等により砂泥互層のシール圧と浸透率の関係を明らかにした。軟岩・断層の力学・水理学的特性等ならび

に地化学プロセスのデータ蓄積を継続し、高精度化モデルを用いたナチュラル・アナログ・モデル地域シミュ

レーションを実施した。さらに、CCS リスク評価ツールを用いて漏えい等のリスクシナリオに基づく地中・海
底等での物質拡散を評価した。	
 

(3)	
 地質現象の将来予測と評価技術の開発による災害リスクの最小化と安全・安心な社会の構築	
 

・国土の安全を目指した自然災害に関する研究では、地震及び火山に関する研究を重点的に実施している。日本の

地震・火山に関する研究については、災害軽減のための国の各施策（地震に関する観測・測量・調査及び研究

の推進についての総合的かつ基本的な施策、地震及び火山噴火予知のための観測研究計画）に基づいて、関連

機関が相互に連携を取りつつ分担・実施する体制が取られている。地質分野では主要活断層調査、地震短期予

測のための地下水等の観測、活断層データベース、平野地下構造データベースの整備、短期的・長期的火山噴
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火推移予測の研究のほか、地震発生及び火山噴火メカニズム等にかかわる基礎的研究を実施している。	
 

・活断層の活動性評価としては、北アナトリア断層系の1地点にて、最近4回分と5回分の累積地震時変位量を復元

し、地震時変位量を指標とした連動性評価手法を構築した。糸魚川－静岡構造線活断層系の諏訪湖断層群にて、

最近1～2回分の地震時変位量を復元した。作並－屋敷平断層等の短い活断層では、空中写真判読のクロスチェ

ックにて活断層の長さを精査し、地震規模等の算出のためのデータを整備した。断層破砕物質を用いた断層活

動性評価手法の一般化に向け、湯ノ岳断層、警固断層帯等の断層岩の鉱物化学分析を実施した。塩ノ平断層の

断層岩試料を採取した。	
 

・下北半島、仙台周辺、房総半島、静岡県、紀伊半島、四国の沿岸にて、地形、地質学的手法による調査研究を行

い、各地で新たに津波堆積物を検出するとともに地殻変動の履歴解明に資する試料を得た。採取した地層のコ

アの年代測定や微化石分析等を行った結果、下北半島では過去約6千年間の地層中に5層のイベント砂層を検出

し、最新のものは17世紀頃の巨大津波の痕跡である可能性が高いことを示した。津波シミュレーションのため

に、房総半島、紀伊半島を含む太平洋沿岸の地形情報を整備し、紀伊半島では津波石に基づく計算を行った。	
 

・国の東海地震予知事業の一環として、前兆的地下水位変化検出システムを引き続き東海地方で運用した。産総

研・防災科研・気象庁データの統合解析を継続し、短期的 SSE と微動の解析結果を各種委員会や地震に関する
地下水観測データベースで公開した。地下水位・水圧変化にて、短期的 SSE が検出できることを世界で初めて
示した。短期的 SSE の自動検出手法を開発し、システム実装の仕様を決定した。紀伊半島での微動臨時観測に
より、短期的 SSE のモニタリングに資する微動の移動パターン推定を行った。1946年南海地震前の目撃証言の
収集を継続し、上下変動推定の成果をまとめた。	
 

・高レベル放射性廃棄物地層処分の安全規制の技術的支援となる調査研究を深部地質環境研究コアにおいて引き続

き実施した。火山 DB を更新し、断層 DB に主要地質断層情報を追加・拡充した。長期的な気候・地質変動事
象のうち隆起・沈降・侵食・堆積・断層・マグマ活動の時間空間的不均質性に関して、野外調査・室内分析等

を行い、地質変動事象の連動性を考慮した解析・推定手法について検討した。日本全国にわたる2071件の深層

地下水データを分析・収集し地下水 DB を更新した。4He-36Cl 法による地下水の混合年代の解析に基づいて、
海面変化による地下水変化の解明、及び、地質関連事象による深部流体・熱水活動の持続時間と周辺地下水系

への影響範囲の検討を行った。	
 

(4)	
 緊急地質調査・研究の実施	
 

・地震、火山噴火等の自然災害時には緊急の対応が求められることから、災害発生時やその予兆発生時には、社会

的要請に応じて緊急の地質調査を速やかに実施している。本年度は昨年度に引き続き東北地方太平洋沖地震や

それに起因して発生した内陸地震・地下水異常への対応を継続するとともに、西之島における噴火活動に関し

て既存の地質情報整備を取りまとめ、HPから情報発信を行った。	
 
・東北地方太平洋沖地震への対応として、複合地質リスク評価の研究を継続し、中間報告書を出版・公表した。ま

た、福島原発汚染水問題等へのメディアからの取材要請については、研究ユニットの適切な研究者を推薦した。	
 

	
 (5)	
 グローバルな地質情報ネットワークにおけるイニシアティブの発揮	
 

・東・東南アジア地域における地質情報の標準化と数値化の作業を各国の関係機関と協力して進め、東・東南アジ

ア地球科学計画調整委員会（CCOP）の第49回総会を仙台市で開催した。デルタの地質、水文環境図に関する
CCOPプロジェクトでは、それぞれインドネシアで会合を行った。	
 

・OneGeology プロジェクトでは国際コンソーシアムとしての新たな運営体制の構築に貢献するとともに技術指導
を通してアジア地域の地質情報発信に協力した。地質災害の低減とリスク評価研究のため国際コンソーシアム

の活動を継続し仙台で国際シンポジウムを開催した。世界地質図委員会（CGMW）の活動として CCOP 諸国を
対象とする地質災害図作成を開始した。 

・各国との連携強化を図るため、米国 USGSと衛星データ利用に関する契約を締結した。 
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３．幹部名簿	
 

役職（本務）	
 役	
 	
 職（兼務）	
 氏	
 	
 名	
 就任期間	
 就任年月日	
 備	
 	
 	
 考	
 

理事長	
 	
 中鉢	
 良治	
 1年	
 平成25年4月1日	
 	
 	
 

副理事長	
 つくばセンター所長	
 

コンプライアンス推進本部長	
 

イノベーションスクール長	
 

一村	
 信吾	
 2年	
 平成24年4月1日	
 ※H19.2.16～

H24.3.31までは理事	
 

理事	
 環境・エネルギー分野研究統括	
 矢部	
 彰	
 6年	
 平成20年4月1日	
 	
 

理事	
 ライフサイエンス分野研究統括	
 湯元	
 昇	
 6年	
 平成20年4月1日	
 	
 

理事	
 イノベーション推進本部長	
 

広報部長	
 

イノベーションスクール副スク

ール長	
 

瀬戸	
 政宏	
 5年	
 平成21年4月1日	
 

	
 

理事	
 情報通信・エレクトロニクス分

野研究統括	
 

ナノテクノロジー・材料・製造

分野研究統括	
 

つくばイノベーションアリーナ

推進本部長	
 

金山	
 敏彦	
 4年	
 平成22年4月1日	
 	
 

理事（非常勤）	
 	
 中江	
 清彦	
 3年	
 平成23年4月1日	
 	
 

理事	
 地質分野研究統括	
 

地質調査総合センター代表	
 

佃	
 栄吉	
 2年	
 平成24年4月1日	
 	
 

理事	
 計測・計量標準分野研究統括	
 

計量標準総合センター代表	
 

三木	
 幸信	
 2年	
 平成24年4月1日	
 	
 

理事	
 研究環境安全本部長	
 

評価部長	
 

島田	
 広道	
 1年	
 平成25年4月1日	
 	
 

理事	
 企画本部長	
 川上	
 景一	
 1年	
 平成25年4月1日	
 	
 

理事	
 総務本部長	
 

コンプライアンス推進本部副本

部長	
 

福岡	
 徹	
 10ヶ月	
 平成25年6月28日	
 	
 

監事	
 	
 大谷	
 進	
 3年	
 平成23年4月1日	
 	
 

監事	
 	
 伊東	
 一明	
 1年	
 平成25年4月1日	
 	
 

（平成26年3月31日現在）	
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４．組織図	
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５．組織編成	
 
年月日	
 組	
 織	
 規	
 程	
 組	
 織	
 規	
 則	
 

平成25年4月1日	
 ナノデバイスセンターを廃止	
 

ナノデバイスセンター長の職制を廃止	
 

つくばイノベーションアリーナ推進本部

を設置	
 

つくばイノベーションアリーナ推進本部

の設置に伴い、つくばイノベーションア

リーナ推進本部長の職制を設置	
 

九州センターの福岡西支所、直方サイト

を廃止	
 

つくば北サイトをつくば中央第一事業所

からつくば中央第三事業所に移管	
 

	
 

	
 

ナノデバイスセンターの事業推進室、設計評価室、集積

実証室を廃止	
 

つくばイノベーションアリーナ推進部を廃止	
 

つくばイノベーションアリーナ推進本部に、つくばイノ

ベーションアリーナ企画室、つくばイノベーションアリ

ーナ連携推進室、共用施設調整室、スーパークリーンル

ーム運営室を設置	
 

ナノデバイスセンターの次長、イノベーションコーディ

ネータ、連携主幹、総括主幹、主幹、主査、職員の職制

を廃止	
 

IBEC センターのセンター長、副センター長の職制を廃
止	
 

つくばイノベーションアリーナ推進本部に総括企画主

幹、企画主幹、上席イノベーションコーディネータ、イ

ノベーションコーディネータ、連携主幹、審議役、総括

主幹、主幹、主査、職員の職制を設置	
 

水素材料先端科学研究センターを廃止	
 

生命情報工学研究センターの創薬分子設計チーム、生体

ネットワークチームを廃止し、生体分子解析チームを設

置	
 

バイオメディシナル情報研究センターを廃止	
 

ナノチューブ応用研究センターのスーパーグロース

CNT合成チーム、スーパーグロース CNT用途開発チー
ム、有機ナノチューブ材料チーム、機能性ナノチューブ

チーム、ナノ物質コーティングチーム、高度化ナノチュ

ーブチームを廃止し、スーパーグロース CNT チーム、
CNT用途開発チーム、高度機能 CNTチーム、グラフェ
ン材料チームを設置	
 

コンパクト化学システム研究センターのナノポーラス材

料チームを廃止し、化学プロセス強化チーム、有機材料

合成チーム、機能性ナノポーラス材料チームを設置	
 

先進パワーエレクトロニクス研究センターにエピタキシ

ャル成長チームを設置	
 

創薬分子プロファイリング研究センターを設置し、同研

究センターに定量プロテオミクスチーム、数理システム

解析チーム、データ管理統合チーム、理論分子設計チー

ム、分子間相互作用解析チームを設置	
 

触媒化学融合研究センターを設置し、同研究センターに

ケイ素化学チーム、革新的酸化チーム、官能基変換チー

ム、ヘテロ原子化学チーム、触媒固定化設計チームを設

置	
 

計測標準研究部門の長さ計測科にナノスケール標準研究

室を設置し、同研究部門の電磁気計測科の電気標準第１

研究室、電気標準第2研究室を廃止し、応用電気標準研

究室、量子電気標準研究室を設置	
 

環境化学技術研究部門の精密有機反応制御グループ、精

密有機反応制御第2グループ、精密有機反応制御第3グル

ープ、分子触媒グループ、固体触媒グループ、循環型高

分子グループを廃止し、界面有機化学グループ、機能表

面化学グループ、高分子化学グループを設置	
 

エネルギー技術研究部門の BTL 触媒グループを廃止
し、資源変換触媒グループ、水素材料先端科学グループ

を設置	
 

バイオメディカル研究部門に次世代ゲノム機能研究グル

ープを設置	
 

ナノシステム研究部門のエネルギー材料シミュレーショ

ングループ、エレクトロニクス材料シミュレーショング
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ループ、分子シミュレーショングループ、ダイナミック

プロセスシミュレーショングループを廃止し、非平衡材

料シミュレーショングループ、相関材料シミュレーショ

ングループ、電気化学界面シミュレーショングループ、

ナノ炭素材料シミュレーショングループ、形態機能ナノ

システムグループを設置	
 

ナノエレクトロニクス研究部門のシリコンフォトエレク

トロニクスグループを廃止	
 

電子光技術研究部門の情報通信フォトニクスグループ、

ナノフォトニクスデバイスグループ、超短パルスレーザ

ーグループ、光画像計測グループ、分子フォトニクスデ

バイスグループ、メゾ構造制御グループを廃止し、情報

フォトニクスグループ、インターコネクトフォトニクス

グループ、シリコン光電子集積グループ、超高速フォト

ニクスグループ、光センシンググループ、分子集積デバ

イスグループを設置	
 

ダイヤモンド研究ラボを廃止	
 

Macro BEANS連携研究体を廃止	
 
組込みシステム技術連携研究体を廃止	
 

水素材料先端科学連携研究体を設置	
 

平成25年5月1日	
 

	
 

	
 計測フロンティア研究部門の活性種計測技術研究グルー

プ、イオン化量子操作研究グループ、超分光システム開

発研究グループ、ナノ移動解析研究グループ、構造体診

断技術研究グループ、不均質性解析研究グループ、光・

量子イメージング技術研究グループ、極微欠陥評価研究

グループ、ナノ標識計測技術研究グループを廃止し、陽

電子プローブグループ、超伝導分光グループ、イオン化

量子操作グループ、小型量子ビーム源グループ、構造物

画像診断グループ、ナノ顕微分光グループ、精密結晶構

造解析グループ、マルチスケール統合解析グループを設

置	
 

サステナブルマテリアル研究部門の環境セラミックス研

究グループを廃止	
 

ナノエレクトロニクス研究部門にエマージングデバイス

グループを設置	
 

平成25年6月1日	
 

	
 

	
 ユビキタスエネルギー研究部門にダイヤモンドデバイス

化研究グループを設置	
 

平成25年8月1日	
 	
 知能システム研究部門にスマートモビリティ研究グルー

プを設置	
 

平成25年10月1日	
 福島再生可能エネルギー研究所を福島県

郡山市に設置	
 

福島再生可能エネルギー研究所の設置に

伴い、所長の職制を設置	
 

本部組織に監査室を設置	
 

監査室の設置に伴い、監査室長の職制を

設置	
 

	
 

企画本部の福島拠点設立準備室を廃止	
 

福島再生可能エネルギー研究所に福島連携調整室、福島

研究業務推進室を設置	
 

コンプライアンス推進本部の監査室を廃止	
 

つくばイノベーションアリーナ推進本部にパワーエレク

トロニクス拠点運営室を設置	
 

研究環境安全本部の研究環境安全企画部に研究環境総括

室を設置	
 

同本部の研究環境安全企画部のファシリティマネジメン

ト室に施設計画グループ、施設調達グループを設置	
 

同本部の環境安全管理部のつくばセンター基幹設備管理

室を廃止	
 

同本部の研究環境整備部の施設計画推進室、建設室を廃

止し、技術管理室、施設整備室を設置	
 

同本部の情報環境基盤部に情報企画グループ、情報基盤

グループを設置	
 

総務本部人事部の厚生室に診療所グループを設置	
 

福島再生可能エネルギー研究所に所長代理の職制を設置	
 

福島連携調整室にイノベーションコーディネータ、連携

主幹、総括主幹、主幹、主査、職員の職制を設置	
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監査室に総括主幹、主幹、主査、職員の職制を設置	
 

太陽光発電工学研究センターの実用化加速チームを廃止	
 

再生可能エネルギー研究センターを設置し、同研究セン

ターにエネルギーネットワークチーム、水素キャリアチ

ーム、風力エネルギーチーム、太陽光チーム、地熱チー

ム、地中熱チームを設置	
 

地圏資源環境研究部門の地熱資源研究グループ、地圏環

境評価研究グループを廃止	
 

エネルギー技術研究部門の風力発電グループを廃止	
 

健康工学研究部門の先端融合テーマ研究グループを廃止

し、生体分光解析研究グループを設置	
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Ⅱ．業   務 
 

１．研  究 
 産業技術総合研究所（産総研）は、産業界、学界等との役割分担を図りつつ、【鉱工業の科学技術】、【地質の調

査】、【計量の標準】という各研究開発目標を遂行して、産業技術の高度化、新産業の創出及び知的基盤の構築に貢

献し、我が国経済の発展、国民生活の向上に寄与する。そのため、各分野における社会的政策的要請等に機動的に対

応するために、最新の技術開発動向の把握に努め、重要性の高い研究課題や萌芽的な研究課題の発掘、発信を行うと

ともに、研究体制の構築等の必要な措置を講じ、研究開発を実施し、産業競争力の強化、新規産業の創出に貢献する。 

 また、外部意見を取り入れた研究ユニットの評価と運営、競争的研究環境の醸成、優れた業績をあげた個人につい

ての積極的な評価などにより、研究活動の質的向上を担保する。 

 さらに、研究活動の遂行により得られた成果が、産業界、学界等において、大きな波及効果を及ぼすことを目的と

して、特許、論文発表を始めとし、研究所の特徴を最大限に発揮できる、様々な方法によって積極的に発信する。同

時に、産業界、大学と一体になったプロジェクトなど、産学官の研究資源を最大限に活用できる体制の下での研究活

動の展開へ貢献するものとする。 

 

独立行政法人産業技術総合研究所法において産総研のミッションとして掲げられた研究目標とその概要は以下の通

りである。 

１．鉱工業の科学技術 

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進 

  グリーン・イノベーションを実現するためには、二酸化炭素等の温室効果ガスの排出量削減と、資源・エネルギ

ーの安定供給の確保を同時に図る必要がある。温室効果ガスの排出量削減のため、再生可能エネルギーの導入と利

用拡大を可能とする技術及び運輸、民生等各部門における省エネルギー技術の開発を行う。資源・エネルギーの安

定供給のため、多様な資源の確保と有効利用技術、代替材料技術等の開発を行う。将来のグリーン・イノベーショ

ンの核となるナノ材料等の融合による新機能材料や電子デバイスの技術の開発を行う。産業部門については、省エ

ネルギー技術に加えて環境負荷低減や安全性評価と管理、廃棄物等の発生抑制と適正処理に関する技術の開発を行

う。 

Ⅱ．ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進 

  ライフ・イノベーションを実現するためには、疾病や事故の予防、治療や介護支援の充実に加えて、健康で安全

な生活を送りやすくすることが必要である。疾病を予防し、早期診断を可能とするため、生体分子の機能分析、解

析技術等の開発を行う。疾病の革新的治療技術を実現するため、効率的な創薬技術の開発、先進的な医療支援技術

の開発を行う。健康を維持増進し、心身ともに健康な生き方を実現するために必要な計測、評価技術等の開発を行

う。また、社会生活の安全を確保するための情報通信技術（IT、センサ）や生活支援ロボットの安全を確立する

ための技術開発を行う。 

Ⅲ．他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

  様々な資源、環境制約問題を乗り越えて我が国の国際競争力を強化するためには、技術指向の産業変革により新

産業を創出する必要がある。特に、情報通信産業の上流に位置づけられるデバイスの革新とともにデバイスを製品

へと組み上げていくシステム化技術の革新が重要である。そのため、競争力強化の源泉となる先端的な材料、デバ

イス、システム技術の開発を行う。また、情報通信技術によって生産性の向上が期待できるサ－ビス業の発展に資

するため、サ－ビス生産性の向上と新サ－ビスの創出に貢献する技術の開発を行う。さらに、協調や創造によるオ

ープンイノベーションの仕組みを取り入れた研究開発を推進する。 

Ⅳ．イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備 

  イノベーションの実現と社会の安全・安心を支えるために必要な、基盤的、先端的な計測及び分析技術並びに生

産現場に適用可能な生産計測技術の開発を行う。また、信頼性ある計測評価結果をデータベース化し、産業活動や

社会の安全・安心を支える知的基盤として提供する。さらに、製品の安全性や適正な商取引、普及促進に必要とな

る製品やサービスの認証を支える評価技術の開発を行い、試験評価方法の形で提供するとともにその標準化を行う。  

 

２．地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

  活動的島弧に位置する我が国において、安全かつ安心な産業活動や生活を実現し、持続可能な社会の実現に貢献

するために、国土及び周辺地域の地質の調査とそれに基づいた地質情報の知的基盤整備を行う。地球をよく知り、
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地球と共生するという視点に立ち、地質の調査のナショナルセンターとして地質の調査研究を行い、その結果得ら

れた地質情報を体系的に整備する。地質情報の整備と利便性向上により産業技術基盤、社会安全基盤の確保に貢献

する。また、地質の調査に関する国際活動において我が国を代表し、国際協力に貢献する。 

 

３．計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展、国内産業の競争力の維持、強化、グリーン・イノベーション及びラ

イフ・イノベーションの実現に貢献するため、計量の標準の設定、計量器の検定、検査、研究、開発、維持、供給

及びこれらに関連する業務、並びに計量に関する教習を行う。その際、メートル条約及び国際法定計量機関を設立

する条約の下、計量標準と法定計量に関する国際活動において我が国を代表する職務を果たす。 

  具体的には、産業構造審議会産業技術分科会、日本工業標準調査会合同会議知的基盤整備特別委員会の方針、見

直し等を踏まえて、計量標準に関する整備計画を年度毎に改訂し、同計画に基づき計量標準の開発、維持、供給を

行う。計量標準、法定計量に関して国際基準に適合した供給体制を構築して運営し、国家計量標準と発行する校正

証明書及び法定計量の試験結果の国際相互承認を進めるとともに、我が国の供給体系の合理化を進める。特に、新

規の整備及び高度化対象となる計量標準に関しては、先端技術の研究開発や試験評価方法の規格化と連携して一体

的に開発を進める等、迅速に整備し、供給を開始する。また、我が国の法定計量の施策と、計量標準の戦略的活用

に関して、経済産業省の政策の企画、立案に対して技術的支援を行う。 
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1) 研究推進組織 

 研究推進組織としては、「研究ユニット」、「研究企画室」、「地質調査情報センター」、「地質標本館」、「計

量標準管理センター」を設置している。「研究ユニット」には、社会的なニーズの高い研究を集中的に実施するため

の時限的な組織である「研究センター」、研究を実施する上での基盤的な組織であり、研究センターを生み出すとと

もに研究センター終了時の吸収母体となる「研究部門」、弾力的かつ迅速な立ち上げプロセスにより、将来の研究セ

ンターの設立に向けての先駆的な役割を果たす「研究ラボ」の3つの形態がある。個々の研究ユニットについては、

永続的なものと位置付けず、定期的に評価を行い、戦略的視点に基づき、柔軟に廃止・新設などの再編を行っている。 

 従来、理事長に直結する形で配置していた研究ユニットの組織体制を平成22年10月に見直し、6つの研究分野にま

とめるとともに、分野ごとに研究戦略を考え実施する体制である「研究統括」、「副研究統括」及び「研究企画室」

を設置し、研究ユニット長と連携して、研究分野内及び研究分野間の融合や産業界、大学などとの連携を加速する体

制とし、内外の優れた研究者をタイムリーに起用するとともに、最新のシーズと幅広いニーズを踏まえた課題の発掘

と解決に努めている。 

  また、平成25年10月には、東日本大震災復興基本法第3条等に基づき制定された「東日本大震災からの復興の基

本方針」及び「福島復興再生基本方針」（閣議決定）等を踏まえ、福島に「再生可能エネルギー」の技術開発から実

証までを行う研究推進組織として、「再生可能エネルギー研究センター」を新設した。 

 

 

＜凡 例＞ 

 

研究ユニット名（English Name） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
研究ユニット長：○○ ○○            （存続期間：発足日～終了日） 

副研究ユニット長：○○ ○○ 

総括研究員：○○ ○○、○○ ○○ 

所在地：つくば中央第×、△△センター（主な所在地） 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

経 費：執行総額 千円（運営交付金 千円） 

概 要：研究目的、研究手段、方法論等 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

テーマ名（制度名／提供元） 

テーマ名（制度名／提供元） 

 

発 表：誌上発表○件（総件数）、口頭発表○件（総件数） 

    その他○件（刊行物等） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
○○研究グループ（○○English Name Research Group） 

研究グループ長：氏 名（所在地） 

概 要：研究目的、研究手段、方法論等 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

××研究グループ（××English Name Research Group） 

研究グループ長：氏 名（所在地） 

概要：研究目的、研究手段、方法論等 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目７、テーマ題目８ 

 

□□連携研究体（□□Collaborative Research Team） 

連携研究体長：○○ ○○（つくば中央第△、研究職数名） 

概要：研究目的、研究手段、方法論 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目７、テーマ題目８ 
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---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］（運営費交付金、資金制度（外部）もしくは○○研究ユニットと共同研究 

        などで行っている「重要研究テーマ」） 

［研究代表者］氏 名（○○研究部門△△研究グループ） 

［研究担当者］○○、△△、××、（常勤職員○名、他○名） 

［研 究 内 容］研究目的、研究手段、方法論、年度進捗 

［分 野 名］○○○○○○○○   

［キーワード］△△△△、○○○○、☆☆☆☆ 

 

［テーマ題目２］（運営費交付金、資金制度（外部）もしくは○○研究ユニットと共同研究 

        などで行っている「重要研究テーマ」） 

［研究代表者］氏 名（○○研究部門△△研究グループ） 

［研究担当者］○○、△△、××、（常勤職員○名、他○名） 

［研 究 内 容］研究目的、研究手段、方法論、年度進捗 

［分 野 名］○○○○○○○○   

［キーワード］△△△△、○○○○、☆☆☆☆ 
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１）環境・エネルギー分野 
（Environment and Energy） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General・ 
Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：矢部 彰 

副研究統括：中岩 勝 

 

概 要： 

 研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究推進に係る業務の統括管理を行っている。研

究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

 副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分野

の人事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本

部及び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括

している。研究分野間の融合を推進し、業務を実施し

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
環境・エネルギー分野研究企画室 

（Research Planning Office of Environment and 
Energy） 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：9名（8名） 

 

概 要： 

 環境・エネルギー分野研究企画室は、環境・エネル

ギー分野（以下、環エネ分野とする。）における研究

の推進に向けた業務を行っている。 

具体的な業務は以下のとおり。 

(1) 環エネ分野における研究の推進に向けた研究方針､

研究戦略､予算編成及び資産運営等の策定 

(2) 環エネ分野における大型プロジェクトの立案や調

整 

(3) 複数の研究分野間の連携や分野融合プロジェクト

の立案や調整 

(4) 環エネ分野に関連した経済産業省等の関係団体等

との調整 

(5) 研究統括及び副研究統括が行う業務の支援 

 なお、平成25年度の主な業務内容は以下のとおり。 

○「再生可能エネルギー研究センター」設立に関する

業務 

世界に開かれた再生可能エネルギーの研究開発を推

進し、新しい産業の集積を通した復興に貢献するため、

水素や蓄電池などによるエネルギー貯蔵と制御技術を

駆使した再生可能エネルギーシステム統合技術、太陽

光発電技術、先進的風力発電技術、地熱・地中熱の適

正利用のためのデータベース構築等、世界最先端の研

究を実施する「再生可能エネルギー研究センター」設

立を主導する等の業務を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［環境・エネルギー分野研究企画室］ 

研究企画室長 吉田 郵司 他 

 

②【新燃料自動車技術研究センター】 
（Research Center for New Fuels and Vehicle 
 Technology） 

（存続期間：2007.4.1～2014.3.31） 

 

研究センター長：後藤 新一 

副研究センター長：濵田 秀昭 

 

所在地：つくば東、つくば中央第5、つくば西 

人 員：13名（13名） 

経 費：701,511千円（520,315千円） 

 

概 要： 

１．ミッション 

 本研究センターは、新燃料及び新燃料を使用する

自動車技術を普及させ運輸部門の石油依存度の低減

に貢献すること、及びクリーンな排出ガスと自動車

燃費の大幅な向上を目的とする。そのため、2009年

のポスト新長期排出ガス規制に引き続き、2015年を

目標年度とする燃費基準及び2020年以降の強化燃費

基準、2016年以降の更なる排出ガス規制、更には

2030年の運輸部門の石油依存度を下げる国家戦略目

標達成を目標として、自動車業界との連携のもとに、

社会ニーズ対応の本格研究を実施する。本研究セン

ターの具体的ミッションは、以下の3項目である。 

１）新燃料及び自動車に関する先端的技術として、新

燃料製造技術、新燃料燃焼技術、新燃料燃費･排出

ガス対策技術、新燃料計測評価技術の革新的技術を

開発する。 

２）新燃料及び排出ガス評価・計測方法の規格化・標

準化を支援する。 

３）我が国とアジアなどの諸外国の研究人材・技術者

の育成を目指し、国際共同研究等を実施し、人材の

受け入れや派遣による人材育成ネットワークの構築

を行う。  

 これらのミッションは、第3期中期計画の「１-

（２）-① バイオマスからの液体燃料製造・利用技

術の開発」、「２-（１）-④ 自動車エンジンシステ

ムの高度化技術」、「３-（３）-② レアメタル等金

属・化成品の有効利用・リサイクル・代替技術の開

発」に直結するものである。  

２．運営・体制 
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 ユニット内の各基盤技術を進化させるとともに、

その技術を実用化に繋げる本格研究を実施する。本

研究センターでは、これまで蓄積した技術シーズを

ベースにして基礎から応用まで幅広い研究を行い、

さらに、企業との共同により、新燃料製造技術と新

燃料利用自動車技術の双方の実用化・製品化を目指

す。この際、燃料製造から、エンジン燃焼、排出ガ

ス処理及び計測までの流れを研究の柱として、有機

的に各チームの協力を推進する。このため、各チー

ム間の綿密な連絡体制を構築すると共に、各チーム

間にまたがったテーマの提案・実施を推奨する。 

 さらに、本研究センターは、業界及び行政的ニー

ズを的確に把握するため、産業界・政策当局等から

の意見を取り入れ、センター活動の方針を策定・修

正しつつ研究経営を行う。また、共通の社会ニーズ

を有している国内外の研究機関とも連携を図り、先

導的課題に係る国際共同研究や新燃料規格化等の基

盤整備支援を実施する。 

 新燃料自動車技術は多くの技術分野の統合技術で

あることから、本格研究を戦略的に実施するために

は、センター内部のみならず他ユニットの活動とも

密接な連携が必須であり、関連他ユニットとの連携

を推進する。また、燃料標準化に際しては、基準認

証イノベーション技術研究組合への参画や、自動車

工業会、石油連盟および対象燃料業界団体とも連携

を取って進めて行く。 

３．主要研究項目 

１）新燃料製造技術 

 低燃費化（省石油化）が期待できる石油系燃料の

高品質化、および、輸送用燃料の石油代替が期待で

きるバイオ燃料などの新燃料製造の核心技術となる

触媒技術の研究開発を行う。 

２）自動車エンジンシステム技術 

① 新燃料燃焼技術 

 従来の燃焼技術の新燃料への適応化技術、燃料

設計と新燃焼技術を合わせた革新的次世代低公害

エンジン技術、新着火技術について研究開発を行

う。 

② 新燃料燃費・排出ガス対策技術 

 多機能型触媒コンバータの研究開発、NOx な

どの有害物質に対する高性能後処理触媒の研究開

発、さらに、後処理触媒の白金族金属の代替や使

用量低減を目指す研究開発に取り組む。 

③ 新燃料計測評価技術 

 導入が予定されている各規制に対応する計測評

価技術の高度化を行うとともに、軽油等従来燃料

を対象に確立されてきた計測評価技術に及ぼす新

燃料の影響評価と対応策の検討を行う。 

３）新燃料規格化・標準化推進 

 製造技術、燃焼技術及び燃費・排出ガス対策技術

それぞれの基盤研究成果を基に、新燃料の規格化に

必要な情報を整理し、新燃料の国内規格、アジア地

域の規格を含めた国際規格・標準化を推進する。 

４．本年度の研究重点化方針 

 本年度は、センター設置期間7年の最終年度に当

たり、センターの最終目標達成に向けて、各開発技

術の進化・実用化に取り組むとともに、規格化・標

準化と人材ネットワーク構築の更なる推進を行い、

センターの成果のまとめを行う。具体的には、新燃

料製造技術に関し、第1世代バイオディーゼル燃料

の高品質化技術の研究開発を行い、パイロットスケ

ールにおける技術を確立する。併せてパイロットプ

ラントによる非食糧系バイオマスの触媒利用熱化学

変換による第2世代バイオ燃料製造技術の研究開発、

低品質燃料から低硫黄・低芳香族燃料や高 H/C
（水素／炭素原子比）の高品質燃料製造技術の研究

開発に取り組む。自動車エンジンシステム技術に関

しては、新燃料の最適燃焼制御技術の研究開発、新

燃料を利用する超低環境負荷・超高効率エンジンシ

ステム技術の研究開発、レアメタル低減排出ガス高

度浄化技術の研究開発に重点的に取り組み、システ

ムとしての「環境負荷低減」、「省エネルギー」、「資

源有効利用」効果を明確にする。さらに、新燃料規

格化支援・標準化推進に関しては、新燃料分析技術

確立により基準認証基盤整備に貢献するとともに、

バイオディーゼル燃料の JIS 改訂と燃料用ジメチ

ルエーテル（DME）の ISO 発行および自動車用

DME 燃料の新規提案を目指す。加えて、新燃料の

製造技術の技術移転等を通して、新燃料の規格化・

標準化を後方支援する。また、国内外のプロジェク

ト研究を通じて、自立的な若手研究者の育成を推進

する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

・経済産業省製造産業局航空機武器宇宙産業課宇宙産業

室 日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力事業

「バイオ燃料の高度利用・標準化技術開発(1) 新燃料

の燃焼機構の解明に資する数値解析及び実験解析」 

 

・経済産業省製造産業局化学物質管理課化学物質リスク

評価室 日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業「バイオ燃料の高度利用・標準化技術開発(2) バ

イオ燃料の物理的特性が噴霧発達機構に及ぼす影響解

析」  

 

・経済産業省産業技術環境局研究開発課「再生可能エネ

ルギー貯蔵・輸送等技術開発／トータルシステム導入

シナリオ研究」 

 

・新エネルギー・産業技術総合開発機構「希少金属代替
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材料開発プロジェクト／排ガス浄化向け白金族使用量

低減技術開発及び代替材料開発／ディーゼル排ガス浄

化触媒の白金族使用量低減化技術の開発」 

 

・国際科学技術共同研究推進事業（地球規模課題対応国

際科学技術協力プログラム）（JST）科学技術振興機

構（JST）「ジャトロファからの高品質輸送用燃料製

造・利用技術」 

 

・地球規模課題対応国際科学技術協力（JICA）科学技

術振興機構（JST）「非食糧系バイオマスの輸送用燃

料化基盤技術」 

 

・先導的産業技術創出事業 NEDO 助成金「能動流体制

御技術を用いたバーチャルブレード構築による風力発

電システムの飛躍的な始動性及び設備利用率向上に向

けた研究開発」 

 

・基盤研究（C）科研費「非平衡プラズマによる高圧可

燃予混合気の着火機構に関する研究」 

 

発 表：誌上発表47件、口頭発表73件、その他10件 

--------------------------------------------------------------------------- 
新燃料燃焼チーム 

（Combustion and Engine Research Team） 

研究チーム長：小熊 光晴 

（つくば東） 

概 要： 

 エネルギーの多様化と環境保全の観点から、(1)新

燃料エンジンシステム技術、(2)次世代大型ディーゼ

ルエンジンの高効率化と排気ガス低減技術に関する研

究開発を実施し、民生・運輸分野における動力利用シ

ステムの石油依存度軽減、高効率化並びにクリーン化

技術の実現を目指している。また、得られた成果や各

種検証試験データの蓄積により(3)新燃料の標準化を

推進する。具体的に、①新燃料利用システムの実用化

研究開発では、環境負荷低減に資する新燃料利用シス

テムの実用化・普及促進を目標とした研究開発として、

DME ディーゼルエンジンシステムの実用化研究開発、

非食糧系バイオマスの輸送燃料化基盤技術研究開発、

CNG-軽油デュアルフューエルエンジンの研究開発、

再生可能エネルギーの輸送・貯蔵技術の研究開発など

を実施している。②エンジンシステム技術に関する基

盤研究では、CNG 直噴エンジン燃焼技術開発、新燃

料対応潤滑性評価方法の検討、有機ハイドライド利用

廃熱回収エンジンシステムなどの共同／受託研究を推

進し、萌芽的技術の発掘による新たなエンジンシステ

ム開発の可能性を追求している。③超低環境負荷エン

ジン燃焼技術の研究では、燃料噴霧・火炎発達過程の

詳細解析、バイオ燃料等燃焼素反応機構の構築、高精

度バーチャルエンジンシステムの研究等を実施してい

る。④新燃料標準化研究開発では、DME 燃料の国内

外標準化（基準認証イノベーション技術研究組合（略

称イノテック）事業として実施）、東アジア地域にお

けるバイオディーゼル燃料の基準調和、バイオ燃料の

品質及び計量標準、バイオ燃料分析室の運用、アジア

諸国技術者育成支援など、国内外標準化を推進してい

る。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

新燃料製造チーム 

（Hydrotreating Catalysis Team） 

研究チーム長：鳥羽 誠 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 新燃料製造チームでは、輸送用燃料の石油依存度低

減に貢献するため、燃焼改善や排出ガス処理装置への

負荷低減等により低燃費化（省石油化）が期待できる

既存石油系燃料の高品質化技術、並びにバイオディー

ゼル等の導入・普及により直接的に輸送用燃料の石油

代替が期待できる新燃料製造技術の研究開発を行って

いる。前者の石油系燃料の超クリーン化用触媒技術で

は、サルファーフリー（硫黄<10ppm）燃料製造触媒

の実用化・普及を目指すとともに、環境適合性が高く

将来燃料として期待されている低芳香族燃料やゼロサ

ルファー（硫黄量<2ppm）燃料を製造可能な革新的

石油精製触媒の開発を行っている。後者の新燃料の製

造技術並びに環境適合化技術では、各種油糧作物等を

原料とし、酸化安定性や熱安定性向上等に優れたバイ

オディーゼル燃料を製造・高品質化する触媒技術を開

発すると共に、非食糧系バイオマス等を原料とした環

境適合性の高い高品質新燃料を製造する触媒技術を構

築している。更に、得られた燃料のエンジン評価や排

出ガス特性評価等を通して、新燃料の普及に不可欠な

規格化を支援している。これらの研究に加え、国際共

同研究を通して、我が国とアジア諸国などの諸外国の

研究人材・技術者の育成にも貢献している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

省エネルギーシステムチーム 

（Energy-saving System Team） 

研究チーム長：小渕 存 

（つくば西） 

概 要： 

 本チームは、1)ポスト新長期規制後の NOx 規制強

化などに対応できる触媒反応と自己熱交換（熱回収）

機能を備えた自己熱交換式触媒リアクタ技術の創出、

2)資源的に稀少な白金族金属および希土類元素を使用

する触媒におけるこれら元素の使用量低減、3)DME
等の新燃料の利用にかかわる触媒反応プロセスの研究
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開発、に貢献することをミッションとしている。今年

度は1)と2)に取り組み、1)については、3D プリンタ

技術を活用して、先進的な熱交換-触媒一体型コンバ

ータのモデルを試作した。2)については、ディーゼル

酸化触媒（DOC）の高活性化の研究において、DOC
調製処理時の脱離成分の挙動および貴金属活性成分の

状 態 解 析 を 、 昇 温 反 応 法 お よ び 放 射 光 施 設

（SPring8）を利用した X 線吸収微細構造解析法によ

り行った。また透過電子顕微鏡による貴金属活性成分

の粒度分布解析から、有機酸を添加して調製した触媒

が高活性を示す理由について考察した。さらに企業と

の共同研究により、メソ-マクロ孔を併せ持つ新規な

多元構造を持つ DOC 用アルミナ担体を開発した。ま

た、同じく共同研究により、窒化ケイ素系ディーゼル

パティキュレートフィルタ（DPF）について、前年

に引き続き貴金属使用量を低減できる担持方法や担体

成分の検討を行った。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

排出ガス浄化チーム 

（Emission Control and Catalysis Team） 

研究チーム長：佐々木 基 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ユニット戦略課題である「自動車エンジンシステム

の高度化技術」に直結する、後処理触媒の白金族金属

の代替や使用量低減を目的とする研究開発および

NOx などの有害物質に対する高性能後処理触媒の研

究開発を実施した。前者は、ディーゼル重量車用排出

ガス浄化触媒を対象に、近年の厳しい規制に対応する

ための性能を維持しつつ白金族金属使用量を低減した

触媒の開発を行った。触媒活性種である白金まわりの

環境をコントロールするため、調製時に共存させる添

加物の量・組成を制御することによって触媒活性種に

最適な環境を構築し、白金族金属使用量を低減しつつ、

高い NO や炭化水素の酸化能力を有する触媒の開発

を行った。さらに、開発した調製法に基づき実エンジ

ン排出ガスを試験できるだけの量の触媒を提供し、共

同研究先の企業において性能試験を行い、開発手法の

実用性を確認した。後者は、長期使用条件下での不具

合の存在が懸念されている尿素 SCR 触媒の低温活

性・耐久性を向上させるため、触媒成分として複数の

金属種を利用するとともに担体ゼオライトの種類を精

査し、低温で従来よりも高い活性を示し、かつ活性炭

化水素等被毒物質の共存下でも活性を有する SCR 触

媒の探索を行った。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

計測評価チーム 

（Measurement and Evaluation Team） 

研究チーム長：高橋 栄一 

（つくば東） 

概 要： 

 計測評価チームでは、新燃料の普及および自動車の

高度化に関わる計測評価技術の研究開発を実施してい

る。DPF 内部に蓄積した PM 量を評価する新たな計

測方法として超音波を用いた手法を開発した。これは

超音波による非破壊検査技術を応用して、DPF を透

過した超音波信号から蓄積量を評価するもので、前年

度までに実施したディーゼル自動車のアイドリング運

転、および低負荷運転時における評価に加え、今年度

は高負荷運転時の評価を実施した。その結果、DPF
内部の温度が超音波の伝搬に強い影響を及ぼすことが

明らかとなり、蓄積量の評価において考慮の必要があ

ることがわかった。さらに、ガスエンジンの熱効率向

上、および低エミッション化のためにレーザ着火を用

いた希薄燃焼の実現に関する研究を行っている。今年

度は、レーザ着火点をエンジン筒内のこれまでの中心

1点から中心と壁面近傍の2点で着火する実験を実施

した。その結果、希薄安定着火限界の拡大が可能とな

り、熱効率の向上を示した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］新燃料製造技術の研究開発 

［研究代表者］鳥羽 誠（新燃料製造チーム） 

［研究担当者］鳥羽 誠、葭村 雄二、望月 剛久、 

陳 仕元、阿部 容子、西嶋 昭生、 

菊田 由美子（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 既存の石油系輸送用燃料のクリーン化、特に低硫黄化

は、自動車排出ガス処理装置に用いられている貴金属触

媒や NOx 吸蔵還元触媒の長寿命化に有効であり、触媒

酸化再生時の燃料使用による燃費悪化の改善が期待でき

る 。 こ の た め 、 我 が 国 で は サ ル フ ァ ー フ リ ー

（S<10ppm）軽油やガソリンが供給されているが、製

油所でのサルファーフリー化処理をより温和な条件下で

達成できる長寿命脱硫触媒に対するニーズは依然として

高い。一方、運輸部門からの CO2低減対策として、バ

イオマス由来輸送用燃料の導入へのニーズが急速に高ま

っており、食糧と競合しない未利用非食糧系バイオマス

資源からの高品質輸送用燃料の製造を可能にする技術構

築が求められている。このため、新燃料製造技術の研究

開発では、高品質石油系燃料の製造技術、並びにバイオ

系新燃料の製造・高品質化技術のキーテクノロジーであ

る触媒技術に着目し、その基盤技術構築と本格研究を通

して、最終的には都市環境と地球環境に優しい輸送用燃

料の社会への提供・普及に貢献することを目的とする。 

 本年度は、バイオ系新燃料の製造・高品質化技術の中

で、油糧作物のトランスメチルエステル化により得られ

る脂肪酸メチルエステル（FAME）型バイオディーゼル
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燃料（BDF）の高品質化技術の実証研究を行った。昨

年度までの検討で開発した FAME 型バイオディーゼル

中の易酸化成分である多不飽和脂肪酸メチルを、選択的

にモノエン酸メチルエステルに水素化できる担持貴金属

触媒を用いて、タイに設置したパイロットプラントにお

いて製造した高品質バイオディーゼル燃料の実車走行試

験により、走行性能および排ガス性能から、自動車適合

性に問題がないことを実証した。また、高品質化技術の

大型化を視野に流通式反応装置での実験を行い、耐久性

の高い触媒を開発した。 

 油糧作物や木質系バイオマスの急速熱分解技術開発で

は、ジャトロファ残渣の触媒併用熱分解を行い、生成油

（バイオオイル）中の酸素分低減するとともに、芳香族

炭化水素の選択性向上の条件を見出した。また、タイに

設置した流動層型熱分解パイロットプラントの試験運転

を継続した。バイオオイルからの輸送用炭化水素燃料製

造技術開発では、モデル化合物を用い、バイオオイルと

石油系基材の共処理におけるバイオオイル中の芳香族系

含酸素化合物の水素化脱酸素における環水素化を抑制し、

オクタン価の高い芳香族炭化水素を与える触媒の探索を

行った。CoMo 系硫化物触媒では、担体を適宜選択する

ことにより環水素化を抑制が可能であることを見出した。

また、脱硫および脱窒素反応も十分進行することを確認

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］輸送用燃料、バイオ系新燃料、高品質化

触媒、脱硫触媒、サルファーフリー、バ

イオディーゼル、急速熱分解、バイオオ

イル、燃料品質確保 

 

［テーマ題目２］自動車エンジンシステムの高度化技術

の研究開発 

［研究代表者］後藤 新一（研究センター長） 

［研究担当者］後藤 新一、濵田 秀昭、小熊 光晴、 

辻村 拓、文 石洙、小渕 存、 

内澤 潤子、難波 哲哉、佐々木 基、

鈴木 邦夫、Asima Sultana、 

古谷 博秀、篠崎 修、高橋 栄一、 

瀬川 武彦、日暮 一昭、広津 敏博、

貝塚 昌芳、蔦田 公仁、恩田 友和、

大友 拓哉、吉田 昭洋、斉藤 孝季、

黄 鎮海、松丸 陽子、千葉 晃嗣、 

佐藤 直子、羽田 政明、金田一 嘉昭、

大井 明彦、伊賀 達介、山口 誠也、

笠木 久美子、岡室 葉子 

（常勤職員13名、他21名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究テーマにおいては、エンジン燃焼の超高度制御

化、排出ガス浄化および計測評価技術の高度化、排出ガ

ス浄化触媒の希少金属使用量低減化に資する研究開発を

実施している。平成25年度における実施内容は以下の通

りである。 

 エンジン燃焼の超高度制御化については、まず、米国

アルゴンヌ国立研究所との共同研究において、X 線を用

いたインジェクタ内部の燃料流動や噴霧基部の流動挙動

を定量的に解析する新技法を開発した。また、新技法か

ら得られた結果を元に、様々な新燃料および噴射方式に

よる噴霧及び混合気形成の変化を予測する新たな噴霧予

測モデルを提案した。一方、近年注目されている天然ガ

スエンジンの希薄燃焼による熱効率向上および低エミッ

ション化のためのレーザ着火法の研究において、エンジ

ン筒内の2点でレーザ着火を行うことによって1点で着火

した場合と比較し更に熱効率が向上することを示した。 

 排出ガス浄化技術の高度化については、排ガス後処理

触媒の形状および成分制御による特性改善を検討し、

NOx 浄化触媒である鉄／ベータゼオライト触媒につい

て、ガドリニウムを添加することにより、水蒸気共存下

での耐熱性および NOx 浄化特性が改善することを見出

した。また、自己熱交換作用による内部昇温機能を備え

た自己熱交換式コンバータについて、3D プリンタ技術

を活用して先進的な熱交換-触媒一体型コンバータのモ

デルを試作した。 

排出ガス計測評価技術の高度化については、DPF の

適切な再生時期を判定するための超音波を用いた計測評

価技術の開発において、これまでのディーゼル自動車の

低負荷運転時の評価に加え、高負荷運転時の評価を実施

し、DPF 内部の温度が超音波伝搬に強い影響を及ぼす

ことを明らかにした。 

 排出ガス浄化触媒の希少金属使用量低減化について

は、NEDO 希少金属代替材料開発プロジェクト「ディ

ーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開

発」の最終年度において、ディーゼル酸化触媒の調製

技術の高度化による更なる触媒性能の向上を試みた。

最適化した Si-Al2O3及び Zr-Al2O3担体に対する白金族

Pt-Pd の担持方法を検討した結果、白金族塩含浸時に比

較的大量の高級脂肪酸を共存させ、その後焼成するこ

とによって触媒活性と耐久性が大幅に向上することを

見出した。この理由は、担持された白金族の分散度と

Pt-Pd の合金形成度が大幅に向上したためであることが

明らかとなった。本調製技術に基づいて白金族使用量

を市販品より50%削減した酸化触媒を大型エンジン実機

評価が可能な量を共同研究企業に提供した。実機試験

の結果、NO 酸化、炭化水素酸化ともに市販品と同等の

活性を示すことが確認され、プロジェクトの目標を達

成することができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］ディーゼル自動車、ディーゼル特殊自動

車、予混合圧縮着火燃焼、PCI 燃焼、燃

料噴霧、火炎、バイオ燃料、ジメチルエ
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ーテル、DME、レーザ着火、希少金属、

白金、セリウム、代替材料、排ガス浄化、

酸化触媒、三元触媒コンバータ、自己熱

交換式コンバータ、省エネルギー、燃費、

燃料由来 NOx 還元、PM 計測、超音波 

 

［テーマ題目３］新燃料標準化の研究開発 
［研究代表者］後藤 新一（研究センター長） 

［研究担当者］後藤 新一、小熊 光晴、古谷 博秀、

葭村 雄二、鳥羽 誠、日暮 一昭、 
広津 敏博、野津 育朗、河野 高秀、

貝塚 昌芳、中田 知里、佐々木 利

幸、喜多 郭二、松野 真由美 

（常勤職員3名、他11名） 
［研 究 内 容］ 
 テーマ項目１、２で実施する製造技術、燃焼技術及び

燃費・排出ガス対策技術それぞれの基盤研究成果や各種

検証試験データの蓄積により、新燃料の規格化に必要な

情報を整理し、ISO や東アジア地域における基準調和

などの国際規格や、JIS 等国内規格の策定を推進する。

規格策定にあたっては業界団体と密に連携し、必要に応

じて国内外の標準化に関わるワーキンググループ

（WG）や委員会の設置あるいは委員派遣を行う。 
1) 東アジア地域におけるバイオディーゼル燃料品質の

ベンチマーク策定 

 東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）事

業のワーキンググループ運営を継続し、最新のヨーロ

ッパ規格と調和すべく、EAS-ERIA Biodiesel Fuel 
Standard: 2008（EEBS: 2008）の改訂と、これらの

情報を更新したディーゼル燃料流通バンドブックの改

訂作業を実施した。 
2) DME 燃料の国内外標準化 

  ISO/TC28/SC4/WG13（DME 燃料品質、コンビー

ナとして参加）および同 WG14（DME 燃料品質の分

析方法、エキスパートとして参加）において、DME
燃料品質および4種不純物測定方法それぞれ発行に向

けた作業を継続した。2014年3月時点で FDIS 登録待

ち状態で、2014年内の発行に目途を付けた。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］標準化、国際標準、基準調和、ベンチマ

ーク、東アジア、バイオディーゼル燃料、

FAME、ジメチルエーテル、DME、

ISO、バイオエタノール、JIS 
 

③【メタンハイドレート研究センター】 
（Methane Hydrate Research Center） 

（存続期間：2009.4.1～2016.3.31） 

 
研究センター長：成田 英夫 
副研究センター長：海老沼 孝郎、天満 則夫 

所在地：北海道センター、つくば西事業所 
人 員：11名（11名） 

経 費：673,848千円（103,881千円） 

 
概 要： 

 メタンハイドレート研究センターは、天然ガスの役

割が増大するエネルギー社会の到来をわが国の中期的

未来の姿としてとらえ、その安定供給の確保、自給率

の向上ならびに新産業創出に向けた研究技術開発を行

うことによってグリーンイノベーションの実現に貢献

することを目的としている。 

 このため、わが国周辺海域を始め世界各地に賦存す

るメタンハイドレート資源から天然ガスを安定かつ経

済的に採収する「生産手法開発に関する研究開発」お

よびガスハイドレートの物理的特性を利用した革新的

な省エネルギー技術を創出する「ガスハイドレート機

能活用技術開発」を重点課題として推進している。ま

た、オープンイノベーションによる研究連携の意義は

一層増しており、わが国のメタンハイドレート研究の

プラットフォームとなるべく、人材育成および技術移

転の推進、産学官連携の推進、連携先の開拓、適切な

情報発信など新たなイノベーションを創出していくた

めの「メタンハイドレート研究アライアンス事業」を

実施している。 

 生産手法に関する研究開発においては、以下の課題

を設定し、相互の研究成果を共有しながら商業的産出

のための技術整備を進めている。 

1) メタンハイドレート資源から天然ガスを効率的

かつ大量に生産するための「生産技術の開発」 

2) 生産性や生産時の地層の挙動を評価するために

不可欠な貯留層パラメータを解析し貯留層モデル

を構築する「貯留層特性の評価」 

3) 生産に伴う地層の力学挙動および坑井の健全性

を評価するための「生産モデルの開発」 

4) 生産時のメタンハイドレート再生成や坑井内の

流動状態を解析し生産障害を回避するための「物

理特性の解析」 

 また、後述の機能活用技術分野を含め当センターが

メタンハイドレート研究のプラットフォームとなるこ

とを目指した以下の事業を実施している。 

5) 外部連携の推進、人材育成、技術移転、実験教

室開催、講演会開催等を活動内容とする「メタン

ハイドレート研究アライアンス事業」 

 さらに、生物プロセス研究部門、地圏資源環境研究

部門との連携によって、大水深海底下のメタン生成シ

ステムを解明するため、高圧条件下での微生物のメタ

ン生成能の実験的評価を実施している。 

 「生産技術の開発」においては、強減圧法、通電加

熱法等生産手法のエネルギー効率向上、回収率の向上

のための研究、生産時の細粒砂移流・蓄積、メタンハ
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イドレート再生成による浸透率低下等の生産障害因子

を解析し生産障害対策技術の開発を実施する。また、

これらの研究開発によって得られた新たな知見を室内

大型産出試験設備によって検証を行う。さらに、第一

回海洋産出試験の生産挙動について、生産シミュレー

タを用いた検証を実施する。「貯留層特性の評価」に

おいては、生産シミュレータによる生産性評価や地層

変形シミュレータによる地層変形評価に不可欠なメタ

ンハイドレート濃集域の貯留層モデルを構築するため

に、海洋産出試験事前掘削コアの層分析、断層のパラ

メータ評価、地層の不均質性の評価を行い、貯留層モ

デルを開発する。「生産モデルの開発」においては、

コア試験によるメタンハイドレート層の力学パラメー

タ取得の継続や坑井の健全性評価のための接触面強度

に関する室内実験や数値解析を行うと共に、メタンハ

イドレート貯留層の圧密変形・強度特性、生産時の地

層内応力分布等を扱うことが可能な地層変形シミュレ

ータを高度化する。さらに、同シミュレータを用いて、

第一回海洋産出試験の出砂挙動、圧密変形挙動などの

検証を実施する。「物理特性の解析」においては、高

圧・低温環境下にある生産坑井内での気液二相流の流

動特性の解析を行うと共に、実環境条件におけるメタ

ンハイドレートの再生成について解析を実施する。ま

た、地層内でのメタンハイドレート再生成の評価に必

要なメタンハイドレート層の熱特性の評価を行う。 

 ガスハイドレートの物理的特性を利用し、メタンハ

イドレート資源開発の経済性向上と新たな産業技術の

創出を目指す機能活用技術においては、天然ガスの省

エネルギー輸送・貯蔵プロセスを開発するため、天然

ガスハイドレート（NGH）輸送用ペレットの成型条

件や搬送条件を設計するための力学特性を実験によっ

て解析し評価する。また、ヒートポンプ用の実用化レ

ベルの新規冷熱媒体を開発するために混合ガスハイド

レートの生成・解離条件に関する実験的探索を行う。

さらに、セミクラスレートハイドレートを利用したガ

ス分離・精製技術の開発を行い、産業界と連携した実

証試験を実施する。 

 メタンハイドレート研究アライアンス事業において

は、メタンハイドレート資源の生産手法開発に関する

連携を行う7企業10大学からなる「生産手法開発グル

ープ」および機能活用技術の工業化に関心の高い9企

業と4大学を結集した「ガスハイドレート産業創出イ

ノベーション」を運営し、企業に対する技術移転、大

学人材の育成を通じ工業化を促進するほか、国民・社

会との対話事業として、実験教室、出前講座、講演会、

定例シンポジウムなどを開催する。これらの事業によ

って、当センターがメタンハイドレート研究のプラッ

トフォームとなることを目指す。 

 

発 表：誌上発表43件、口頭発表85件、その他10件 

--------------------------------------------------------------------------- 
生産技術開発チーム 

（Production Technology Team） 
研究チーム長：長尾 二郎 

（北海道センター） 
概 要： 

 メタンハイドレート資源からの天然ガス生産におい

て、高い生産性と回収率を確保するための生産手法、

生産増進法の開発を実施している。具体的には、持続

的な天然ガス生産性評価の一環として、新たに開発し

た生産増進法である強減圧法について、大型室内試験

ならびに生産性評価シミュレータを用いて、増進効果

の定量的評価を実施している。また、貯留層モデルの

高度化においては、海洋産出試験地の圧力コア解析を

継続して行い、包接ガス成分・組成、浸透率などの分

析結果を貯留層モデル構築に適用している。一方、液

化天然ガスに代わる新たな省エネルギー的天然ガス輸

送・貯蔵媒体としてのガスハイドレート利用促進を目

的に、自己保存性等ガスハイドレート特有の現象の発

現機構の解明や新たな分解制御技術開発等の研究開発

を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 
 
貯留層特性解析チーム 

（Reservoir Modeling Team） 
研究チーム長：皆川 秀紀 

（北海道センター） 
概 要： 

 メタンハイドレート濃集域の貯留層モデルを構築す

るため、メタンハイドレート胚胎層の分析、断層パラ

メータの評価、地層の不均質性の評価を行い、三次元

貯留層モデルの開発を実施している。メタンハイドレ

ート胚胎地域の地層の力学特性・浸透率特性に関する

貯留層パラメータの取得と構成式の構築を目的として、

採取された天然堆積物の堆積構造の記載および堆積物

の物性分析（粒度分布、粒子密度、主要鉱物組成）と

それらの情報に関するデータベース作成を行っている。

さらに、地層中に内在する不均質性と断層等による不

連続性を考慮した三次元貯留層モデルの開発、メタン

ハイドレート貯留層からの天然ガスの増進回収法の開

発、CMR 検層の高度解析技術解析の他、高圧条件下

でのメタン生成菌のメタン生成能の評価等を実施して

いる。これらの研究を産総研内外の研究機関と連携し

ながら進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 
 
生産モデル解析チーム 

（Reservoir Simulator Team） 
研究チーム長：天満 則夫 

（つくば西） 
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概 要：  
 メタンハイドレート資源からの天然ガス生産におい

ては、安全で安定な生産を実現するための地層変形や

応力分布を数値的に解析する手法が不可欠である。メ

タンハイドレート貯留層からのメタンガス生産に伴う

地層変形・圧密挙動を解析するために、圧力コアや模

擬コア等を用いてメタンハイドレート層に係る強度等

の力学パラメータを継続して取得するとともに、新た

に圧力を保持した状態で、三軸試験が可能となる可視

化型の力学試験機を導入し、より確度の高い力学パラ

メータの取得を進め、開発中の地層変形シミュレータ

の解析精度の向上を図っている。坑井にかかる応力を

評価するために室内貫入試験を行い、坑井の健全性評

価に必要なケーシング、セメントおよび地層の各材料

間の接触面強度等の実験データの取得や接触面におけ

る力学挙動解明のための数値解析を行っている。また、

生産挙動を高い精度で予測・解析する生産性・生産挙

動評価技術の開発では、詳細な現場データに基づく数

値解析モデルと等価な解析結果が得られるようなアッ

プスケーリング手法の開発を行い、計算負荷の軽減が

可能となる数値モデルの最適な分割手法等のシミュレ

ータ機能の強化に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 
 
物理特性解析チーム 

（Physical Property Analyses Team） 
研究チーム長：山本 佳孝 

（つくば西） 
概 要： 

 メタンハイドレート資源の開発における生産障害対

策・抑制技術として、メタンハイドレート再生成過程

を含む気液固三相流れのシミュレーションのための物

性データ取得、ハイドレートの膜厚・成長速度等を予

測可能なモデルの構築等を行っている。また、細粒成

分を含む系におけるメタンハイドレート生成・分解過

程解明のため、泥水成分や塩類の生成・分解反応に与

える影響等を解析している。さらに、砂、ガス、水、

メタンハイドレートが共存する系での熱伝導率を測定

し、生産時の熱伝導率モデルを開発している。坑井周

辺のスキン形成問題に対しては、多相流数値モデルを

用いて多孔質内における細粒砂の移流・蓄積によるス

キン形成過程の解明および対策技術の開発を行ってい

る。ガスハイドレートの機能活用技術として、ガスハ

イドレートの熱交換媒体としての利用を目的とした、

各種ハイドレートの相平衡、相転移潜熱、ケージ占有

率について、実測及び統計熱力学的モデルによる推算

等による検討を行っている。また、ハイドレート技術

を用いた農工融合による低炭素社会の実現に関する研

究、ハイドレートを固定相とするガスクロマト分離・

分析技術等の研究を国内外の大学・企業と協力して行

っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］メタンハイドレート資源の生産手法開

発に関する研究開発 

［研究代表者］成田 英夫 
（メタンハイドレート研究センター） 

［研究担当者］海老沼 孝郎、天満 則夫、長尾 二郎、

神 裕介、今野 義浩、木田 真人、 
皆川 秀紀、江川 浩輔、宮崎 晋行

（兼務）、米田 純、山本 佳孝、 
室町 実大、清野 文雄（兼務）、 
小笠原 啓一（兼務）、前川 竜男（兼

務）（常勤職員15名、他41名） 
［研 究 内 容］ 

 メタンハイドレート資源から天然ガスを安定かつ経済

的に採収する効率的な生産手法を開発するための生産技

術の開発、貯留層特性の評価および生産モデルの開発を

実施すると共に、外部機関などとの連携を促進し、新た

なイノベーションを創出するためのメタンハイドレート

研究アライアンス事業を行った。 
 減圧生産法の生産量増進を図るため、強減圧時のガス

生産挙動に及ぼす減圧スケジュールの影響を大型室内産

出試験設備による実験から解析し、通常減圧から強減圧

へ連続的に減圧した場合に、ガス生産性の低下が緩和さ

れることを確認し、強減圧生産法の有効性を検証した。

また、海洋産出試験地の事前掘削コアの分析を行い、原

位置と同程度のハイドレートを含有するコアの初期水有

効浸透率を測定し、生産挙動解析に資する貯留層特性を

取得した。生産障害の解析については、ハイドレート再

生成のモデル化を行うために、含水比によって孔隙内の

ハイドレート生成がどのように変化するか赤外分光法を

用いて検討した結果、含水比によっては生成挙動が異な

ることを明らかにした。細流砂移流蓄積による浸透率低

下については、海洋産出試験地にてコアリングされた事

前掘削コアの分析から ハイドレート飽和率が高い砂泥

互層では、生産によって流れると考えられる細粒分量を

評価し、細流成分量とハイドレート飽和率との関係につ

いても明らかにした。また、海洋産出試験地の圧力コア

解析を継続して行い、生産ガス量に影響するハイドレー

ト結晶のガス包蔵性、包接ガス成分・組成、天然ガスの

成因などを明らかにした。さらに、第一回海洋産出試験

事前調査井掘削コア試料の熱伝導率を原位置条件に準拠

した温度・圧力条件で測定した結果、初期は並列モデル

に近い値をとるが分解が進むと共に大きく低下し分散モ

デルの推算値へ推移した。長期安定生産のためには、生

産井内におけるハイドレートの再生成による坑内流動障

害を解析する必要がある。このため、ハイドレートスラ

リーの流動特性を解析する装置を考案・製作し、圧力・

温度条件、流速、ハイドレート物性と再生成挙動、付
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着・凝集挙動の関係を明らかにした。貯留層特性の評価

では、生産挙動に大きな影響を与えると考えられる断層

面の物性や浸透率を実験的に解析した。メタンハイドレ

ートが胚胎する砂層を模擬した珪砂試料について、広範

な垂直応力下で大変位せん断試験を行い、供試体内に模

擬断層を作成し、その物性などを解析した結果、孔隙率

は有効垂直応力が大きいほど低下し、それに伴い浸透率

も低下することを明らかにした。浸透率 k と孔隙率φ

の関係について、2つの有効垂直応力範囲におけるそれ

ぞれの関係式を得た。また、せん断後供試体からの採取

試料に対する粒度試験結果より、高い有効垂直応力では

著しい破砕により粘土・シルトの粒径まで細粒化したこ

とが認められたほか、電子顕微鏡によるせん断層の微細

構造観察により、孔隙の産状がせん断時の有効垂直応力

によって異なることが分かった。 
 生産時の海底地盤の変形および坑井の健全性評価の解

析精度向上のため、メタンハイドレート層の力学パラメ

ータを実験的に継続して取得した。新たに圧力を保持し

た状態で力学試験が可能となる可視化型の三軸試験装置

を導入し、天然コアの圧力を減ずることなく力学試験を

行い、貯留層のより確度の高い力学パラメータの取得を

行った。また、コアの試験結果を用いてメタンハイドレ

ート飽和率を係数とした弾塑性パラメータを取り扱える

ように改良し、地層変形シミュレータの精度向上を図っ

た。さらに、坑井にかかる応力を評価するために、ケー

シング、セメントおよび地層の各材料間の接触面のさら

なる実験データ取得や数値解析を行うとともに、海洋産

出試験で使用したグラベルパックの設計条件を整理する

ために、坑井周辺の応力分布や地層変形に関して解析を

行い、使用したグラベルサンドが移動した可能性を示し

た。地層の圧密による浸透率低下モデル式を組み込んだ

地層変形シミュレータを用い、浸透率低下モデル式のフ

ィールドスケールでの動作確認を行うとともに、生産挙

動シミュレータへの組み込み法を提案した。 
 メタンハイドレート研究アライアンス事業において、

企業、大学が参加する生産手法開発グループを運営し、

それぞれ3回の意見交換会および進捗状況検討会を開催

した。また、大学研修生受入れ20件、企業への技術移転

11件等の人材育成を行ったほか、実験教室開催10回、依

頼執筆12件、依頼・招待講演30件、14件の取材対応等を

通じ、国民との対話を推進した。加えて、メタンハイド

レート研究に関する4回の講演会を開催したほか、国内

のメタンハイドレート関連研究者が一同に会した第5回

メタンハイドレート総合シンポジウムを開催した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］メタンハイドレート、貯留層特性、生産

シミュレータ、地層変形シミュレータ、

エネルギー効率、天然ガス、生産技術、

原位置計測技術、熱特性、力学特性、圧

密特性、相対浸透率、流動障害 

［テーマ題目２］ガスハイドレート機能活用技術の開発 

［研究代表者］成田 英夫 
（メタンハイドレート研究センター） 

［研究担当者］海老沼 孝郎、天満 則夫、長尾 二郎、

木田 真人、皆川 秀紀、宮崎 晋行

（兼務）、山本 佳孝、室町 実大、 
清野 文雄（兼務）、小笠原 啓一（兼

務）、前川 竜男（兼務） 
（常勤職員11名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

ガスハイドレートは、水分子で構成される籠状構造の

中にガス分子を包みこんだ低温・高圧下で安定な固体物

質であり、高いガス包蔵性、大きな生成・融解潜熱、高

い温度・圧力応答性、高い反応選択性を有する等の機能

的特徴を持っている。これらの物理的な性質を活用した

工業技術を創出するために、ガスハイドレートおよびセ

ミクラスレートハイドレート（準包接水和物）を利用し

た天然ガス輸送・貯蔵技術の開発、効率的熱媒体の開発

およびガス分離技術の開発を行った。 
ガスハイドレートによる省エネルギー的天然ガス輸

送・貯蔵技術においては、ガスハイドレートをより高

温・低圧で分解抑制するための被覆方法を検討し、メタ

ンハイドレートを氷点下で圧力成形することにより、メ

タンハイドレートの分解をより高温まで制御可能とした。 
超音波霧化法による低温低圧ハイドレート生成におい

ては、生成率の経時変化を測定し、CO2分子の拡散に基

づく生成速度モデルにより解析した。今年度は、反応後

期での反応率低下の要因について、伝熱および力学的な

観点から考察を行った。生成熱による生成阻害の影響を

伝熱モデルにより見積もったところ、生成速度を低下さ

せる効果があることが分かった。力学特性の評価では、

生成に伴う膨張圧と降伏応力の関係式を導出し、生成速

度への影響を検討した。膨張圧の値は未知であるが、ハ

イドレートの応力に比べて十分大きいと予想されるため、

生成阻害要因としての可能性は小さいと考えられた。反

応生成物の体積膨張よる粒子間の CO2ガス圧の低下が

挙げられる。これについては次年度以降検討する予定で

ある。四級アンモニウム塩（TBAB）のハイドレートを

固定相とするクロマトグラフィーの溶出特性を検討した。

また、ハイドレートクロマト装置の設計に取り組んだ。

東京大学、計測フロンティア部門と連携し、ハイドレー

ト冷熱を用いた農工融合に関する共同研究を実施した。 
ガス分離技術の開発においては、ガスハイドレートの

選択的なガス包蔵特性を利用して、硫化水素、CO2等の

ガスを分離するための研究開発を行った。ガスハイドレ

ートと類似な水分子から成る籠状結晶構造を持ち、四級

アンモニウム塩等を包接するセミクラスレートハイドレ

ートは、常温、常圧で安定である。本研究開発では、こ

のセミクラスレートハイドレートの中空の籠状構造に、

特定のガス種を選択的に取り込ませることにより、常温、
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常圧でガス分離を行うものである。本年度は、ハイドレ

ートを利用した潜熱蓄冷熱技術の開発に実績を有する民

間企業と、セミクラスレートハイドレートによる排ガス

からの CO2分離効率の向上を目的に、ハイドレートの

スラリー溶液を用いることなくガス吸収を促進する手法

を評価した。また、CO2と CH4の分離に適したセミクラ

スレートハイドレート生成剤について実験的な検討を行

った。 
セミクラスレートハイドレートの潜熱を利用した冷熱

技術の開発においては、新規冷熱媒体となる生成剤の開

発を行った。その他、効率的にガスを包蔵するセミクラ

スレートハイドレートの結晶構造の解明、生分解性の高

いセミクラスレートハイドレート生成剤の開発などを行

った。 
さらに、メタンハイドレート研究アライアンス事業の

一部として、工業化に関心の高い企業と大学を結集した

「ガスハイドレート産業創出イノベーション」を運営し、

総会のほか、講演会を開催し、産総研成果の発信、調査

情報の共有等を行い、連携を促進した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ガスハイドレート、セミクラスレートハ

イドレート、天然ガス輸送、天然ガス貯

蔵、自己保存効果、炭酸ガス分離、硫化

水素分離、冷凍システム、ヒートポンプ、

TBAB、THF 
 

④【コンパクト化学システム研究センター】 
（Research Center for Compact Chemical System） 

（存続期間：2010.4.1～2017.3.31） 

 

研究センター長：花岡 隆昌 

副研究センター長：角田 達朗 

 

所在地：東北センター 

人 員：27名（27名） 

経 費：596,397千円（356,650千円） 

 

概 要： 

 本研究センターは、化学産業分野に求められている、

グリーン・サステナブル・ケミストリー（GSC）の

実現により、大量消費・廃棄型のシステムを脱し、産

業の省エネルギー化と環境負荷削減に貢献することを

重要な目標としている。また、電子部品・機械生産等

の「ものづくり産業」を中核とする東北地域の、地域

産業競争力強化に役割を果たす。 

 また、本研究センターでは「持続可能社会の構築」

につながる、産業からの環境負荷低減を実現するため、

化学産業のプロセスイノベーションとコンパクトでシ

ンプルな生産システム確立をミッションとし、さらに、

GSC 技術の他産業への適用により、東北地域のもの

づくり産業の低環境負荷化（グリーン化）への貢献を

目指す。 

 上記を実現するため、(1) 高温高圧マイクロ化学エ

ンジニアリングシステム技術の開発、(2)無機材料プ

ロセス技術の開発、(3)融合的反応場技術の開発、の3

つをコア技術とし、技術の高度化と社会への成果還元

を目指している。また、“本格研究”推進のため、コ

ア技術間の有機的な連携・産総研内外の異分野技術と

の融合を進めた。特に、外部機関とはコンソーシアム

活動等を活用し、研究シーズと産業におけるニーズと

のマッチング、社会への技術移転加速を促進した。 

1) 高温高圧マイクロ化学エンジニアリングシステム

技術の開発：化学反応プロセスの環境負荷低減に向

け、高温高圧状態を利用した化学プロセスは、難反

応性原料の利用や特異的な反応選択性に有利であり、

反応時間の大幅な短縮、生成物分離の簡素化効果が

大きいため、重点的に取り組んだ。具体的には、有

機溶媒に替えて高温高圧の水や二酸化炭素、イオン

液体等の特殊環境場を利用した合成反応プロセスや

分離プロセス、これらの状態に適した触媒の開発、

材料製造技術の開発に取り組んできた。さらに、プ

ロセス開発の基盤となる、各種のデバイス開発とエ

ンジニアリング技術に取り組んだ。 

 上記のエンジニアリング技術は、化学産業のみな

らず様々な産業における環境負荷低減に寄与できる。

例えば二酸化炭素塗装技術は、連携企業による製品

化のための技術移転を実現した。それ以外にも、当

該技術は、材料の塗布技術、コーティング、印刷、

紡糸等の各種のものづくり産業において、有機溶媒

の大幅使用削減や工程の簡素化、エネルギー消費削

減に大きな効果があることから、技術の確立と技術

移転を推し進めた。 

2) 無機材料プロセス技術の開発：化学プロセスのグ

リーン化技術開発では、無機多孔質材料や無機層状

物質は大きな役割を果たす。特に、触媒や環境浄化

材料、吸着・分離材料等、また、高温や有機薬品等

に暴露される部位の材料として有効である。 

本研究センターでは、新規な無機材料として、粘

土膜の利用技術の開発に大きな成果を挙げ、また、

層状化合物やゼオライト、多孔体材料等のシリケー

ト材料を中心とした材料創製・評価・機能化・部材

化技術の研究開発にも成果を挙げてきた。粘土膜等

の製品開発段階にある材料については、企業との共

同研究により技術移転を積極的に進め、コンソーシ

アムを活用して効率的に新たな製品化を推進した。 

 また、シリケート材料の合成・構造解析技術を活

用して、新規な多孔質材料等の創出とそれを利用す

る分離膜等の部材、無機・バイオハイブリッド材料

の開発を行い、プロセスへの適用を進めた。さらに、

これら材料の持つ場の特性を利用し、様々な分子や
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イオン認識機能を高度化して計測手法へ適用すると

ともに、マイクロ波等の特殊環境場を利用した材料

製造技術開発、材料の複合化に取り組んだ。開発材

料については、耐高温高圧材料、バイオプロセス材

料、膜分離材料、触媒反応材料等へと発展させ、他

の重点研究課題と協奏的に発展させた。この他、無

機材料の特質を生かし、機能性材料への応用をユニ

ット外部のポテンシャルとも連携して実施した。 

3) 融合的反応場技術の開発：長期的な産業競争力強

化のためには、技術の融合による次世代型反応プロ

セスの開発が必要であり、大きな環境負荷低減が実

現すると考える。このため、各種技術及び高温高圧

技術や材料技術による複合型の反応場利用技術を開

発する。特に、複合的反応場や触媒を利用する反応

プロセスのシステム化を重点的に進めた。 

 具体的には、触媒反応技術を中心とした水・二酸

化炭素媒体と触媒開発による新規な反応系の開発や、

マイクロリアクターや小型マイクロ波装置・膜型反

応器と触媒反応の融合技術開発を行った。また、無

機材料やプロセス技術と融合したバイオ触媒技術、

シミュレーション技術等を融合した研究開発やイオ

ン流体を用いた複合的なガス分離技術開発を進め、

低環境負荷型の化学プロセス提案を目指した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

運営費交付金 融合･連携推進／戦略「超ハイブリッド

微粒子製造プロセスの工業技術確立と二酸化炭素霧化技

術との融合」 

 

外部資金： 

経済産業省 平成25年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術協力）

「高圧二酸化炭素の光還元に関するプロセス化技術の開

発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「ソルボサーマル合成に

よる新規アルミノシリケートの創出・制御と触媒応用に

関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「木材資源（セルロー

ス）から高分子原料を製造するための触媒反応技術の開

発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「一細胞ゲノム解析へ向

けた高性能 DNA 増幅マイクロチップの開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「セルロースから化学品

への直接合成を実現する環境調和型触媒反応システムの

構築」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「ppb レベルのナノ薄膜

試験紙、実用化のための基盤技術の深化と環境試料によ

る評価」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「イオン液体中に形成さ

れる特異な溶媒和構造と自由エネルギー描像」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 戦略的創造研究推進

事業（先端的低炭素化技術開発 ALCA)「反応性イオ

ン液体の CO2吸収機構解明」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構復興促進センター 平

成25年度研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）
ハイリスク挑戦タイプ（復興促進型）「エネルギー集中

型マイクロ波照射装置による微粒子表面の局所加熱効果

を用いた高効率顔料表面改質プロセスと機能性顔料の実

用化開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構復興促進センター 平

成25年度研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）
ハイリスク挑戦タイプ（復興促進型）「希釈溶剤代替と

して高圧 CO2を用いた低環境負荷型建設機械塗装技術

の実証研究」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 戦略的創造研究推進

事業 さきがけ「木質バイオマスの全炭素成分有効利用

を目指した触媒化学変換技術の開拓」 

 

発 表：誌上発表78件、口頭発表135件、その他18件 

--------------------------------------------------------------------------- 
コンパクトシステムエンジニアリングチーム 

（Compact System Engineering Team） 
研究チーム長：花岡 隆昌 

（東北センター） 

概 要： 

 コンパクトシステムエンジニアリングチームは、特

殊反応場（超臨界流体、高温高圧流体、イオン液体

等）を利用した低環境負荷、シンプル、コンパクトで

高効率、高選択的な物質合成技術を開発するとともに、

高圧マイクロデバイス技術の開発や、熱や流体の高度

な数値解析技術をベースとして、分散適量生産が可能

なコンパクト化学プロセスを工業化技術として確立す

ることを目的としている。また、本チームは産総研に

おける関連分野のエンジニアリング拠点として機能す

ることを目指している。 

 高温高圧エンジニアリング技術として、低粘度から

極めて高粘度の流体を対象とできるマイクロデバイス

を開発し、各種マイクロ化学プロセスへの適用を図っ

ている。二酸化炭素を用いた粘度低減・霧化技術によ

る革新的な塗装プロセスや最先端ものづくり技術の開
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発、高圧二酸化炭素を利用した樹脂加工技術の開発、

高温高圧水による金属酸化物ナノ粒子合成の体系化を

行っている。さらに、イオン液体を用いたガス分離・

精製プロセスの開発とその特性評価及びイオン液体の

新規分野の開拓を実施している。 

研究テーマ：高温高圧エンジニアリング技術の開発、

水・CO2を媒体とした脱有機溶媒型製造プ

ロセスの開発、イオン液体を用いたガス分

離・精製プロセスやガス空調システムの開

発 

 

触媒反応チーム 

（Catalysis Team） 
研究チーム長：花岡 隆昌 

（東北センター） 

概 要： 

 触媒反応チームでは、水や二酸化炭素の高温高圧場

等を利用することで、有害な化学物質の使用を極力抑

え、有害廃棄物の排出を最小化し、かつ省エネルギー

型の有用化学物質合成法の確立を目指し、固体触媒表

面上での反応挙動をその場観察する基礎的研究から、

新規な触媒や反応器の開発、そして化学プロセス開発

といった製品化研究まで行っている。 

 具体的には、1)超臨界二酸化炭素溶媒と固体触媒を

利用する多相系システムにより、医農薬中間体や化成

品原料の合成反応について検討を行っている。このシ

ステムでは、これまでの液相系や有機溶媒利用プロセ

スに対して、反応の高速化とそれに伴う反応温度の低

下、装置のコンパクト化、生成物分離工程簡略化、触

媒寿命向上等の特長を有する。2)高温水や超臨界水を

用いる化成品原料製造システムでは、種々のバイオマ

ス由来物や廃棄物から有用化学物質への変換やガス化

技術、さらに、プラスチック等高分子のケミカルリサ

イクル研究を実施した。バイオマスに含まれるセルロ

ース、ヘミセルロース、リグニンを有用化学物質へ変

換する研究を実施している。以上の研究を中心に、そ

の場観察する基礎的研究から、高機能触媒開発や新た

な反応系の開拓を行い、触媒反応プロセスの実用化を

目指している。 

研究テーマ：超臨界二酸化炭素を利用する固体触媒反応、

高温水を利用する触媒反応 

 

化学プロセス強化チーム 

（Chemical Process Intensification Team） 

研究チーム長：宮沢 哲 

（東北センター） 

概 要： 

 化学プロセス強化チームでは、持続可能な社会の実

現に向けた環境負荷を低減するための新規な反応場で

あるマイクロリアクター技術、マイクロ波利用技術を

用いた化学品製造プロセスおよび省エネ機能部材の開

発を行っている。 

１）マイクロ波装置技術の高度化に関する研究 

 各種装置への組込を指向したマイクロ波照射に必

要な発信器、共振器、チューナー等のコンパクト化

ならびにマイクロ波を利用した化学反応場の計測技

術に関する研究を展開している。 

２）マイクロ波加熱を利用した機能性材料創製に関す

る研究 

 マイクロ波の特徴である選択加熱を利用した反応

場設計とこれを利用したハイスループットな省エネ

機能部材の開発を行っている。省エネ機能部材とし

て貴金属ナノ粒子、有機―無機ハイブリッド材料、

光応答性材料等を開発ならびに大学、企業等との連

携を通じた実用化開発にも積極的に取り組んでいる。 

３）マイクロリアクターを利用した製造技術に関する

研究 

 マイクロリアクターの特徴である精密な混合・温

度制御を利用して有機アルミニウム等の危険性の高

い化学薬品を安全に取り扱い可能な合成プロセスの

構築に取り組んでいる。 

研究テーマ：マイクロ波装置技術の高度化に関する研究、

マイクロ波加熱を利用した機能性材料創製

に関する研究、マイクロリアクターを利用

した材料創製に関する研究 

 

有機材料合成チーム 

（Organic Material Synthesis Team） 

研究チーム長：川波 肇 

（東北センター） 

概 要： 

有機材料合成チームでは、今まで蓄積してきた高温

高圧技術とマイクロ空間技術を主とした、様々な有機

化合物や有機材料を合成する基盤技術を用いて、社会

（主に化学産業）ニーズに柔軟に対応しながら、求め

期待される各種有機化合物合成等を通じ、これらの合

成プロセス技術の高度化を図り、モノつくり産業の低

環境負荷に貢献、更に新たなグリーンイノベーション

を引き起こすことを目指している。 

 具体的には、マイクロ反応場と高温高圧水との協奏

による、有機溶媒を限りなく排除した水中でのクロス

カップリングや縮合反応等の有機合成プロセスや、粒

径が高度に制御された有機ナノ粒子合成法等の研究・

開発を行っている。また超臨界二酸化炭素を反応媒体

とした酸化還元、特に金属ナノ粒子担持メソポーラス

シリカ触媒による還元法を行い、各種化成品の還元だ

けではなく、バイオマス由来の化合物変換技術等へも

応用している。 

研究テーマ：高温高圧技術およびマイクロリアクター技

術を駆使した水や二酸化炭素を媒体とする
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連続的有機合成・材料合成技術の開発、マ

イクロリアクター技術を用いたポリマー微

粒子合成技術の展開 

 

機能性ナノポーラス材料チーム 

（Functional Nano-porous Materials Team） 
研究チーム長：佐藤 剛一 

（東北センター） 

概 要： 

 機能性ナノポーラス材料チームでは、低環境負荷で

コンパクトな化学システムの実現に向けて、高度な分

子認識能、吸脱着機能、触媒機能、分離機能等を持つ

新規材料の開発と解析、膜化等の部材化やモジュール

化の技術開発を行ってきた。 

材料創成では、ナノメートルサイズの空間や規則構

造を持つゼオライト、メソポーラス物質、層状化合物

など、幅広い多孔質材料を対象とし、ミクロ・ナノ構

造、材料物性や機能を詳細に解明することで、高性能

なナノ空間材料の設計と合成法を開発している。同時

に、機能性有機分子等との複合材料開発や高機能膜部

材の開発等を目指している。 

また、材料利用では、ポーラス構造を活用した化学

反応用触媒、膜部材の気相・液相での選択的分離精製

や環境浄化利用、膜触媒によるメンブレンリアクター

等への応用を進めている。 

研究テーマ：多孔質無機材料の開発、ミクロ・ナノ構造

や材料物性の解明技術の開発、高度複合化

機能性材料の開発、機能化多孔質材料の部

材化と応用分野開拓 

 

先進機能材料チーム 

（Advanced Functional Materials Team） 
研究チーム長：蛯名 武雄 

（東北センター） 

概 要： 

 先進機能材料チームでは、様々な素材から機能性材

料を効率的に作製する材料プロセス技術並びに材料機

能の応用開発に取り組んでいる。 

 具体的には、超臨界水を利用した酸化物ナノ結晶の

合成（高速晶析反応）、水熱プロセスによる無機材料

の合成、層状粘土鉱物の水への分散と積層化による粘

土膜の作製及びその応用を、プロセス技術開発並びに

新材料開発のターゲットとしている。 

 環境負荷の小さい材料製造プロセスを実現するため、

媒体として“水”の利用を積極的に行っている。また、

原料の選択においても天然鉱物資源、バイオマス等の

低環境負荷資源の利用を重視している。 

 材料機能の応用例として、1)ナノ粒子合成を基礎と

する蛍光体や導電性ペーストの開発、2)高選択性イオ

ン分離材の合成、3)粘土素材を利用したシート材製造

及び太陽電池部材への応用、4)無機有機複合構造を有

する機能化膜、等がある。 

 材料の作製プロセスの要素技術を押さえ、技術移転

の基礎を固める。他チームや外部との連携により、膜、

触媒、等への応用展開のシナリオの明確化に取り組ん

だ。特に、低炭素社会の実現に寄与する用途等への展

開に取り組んでいる。また、東北地域の企業との連携

に基づく産業振興に努めた。 

研究テーマ：ナノ粒子合成を基礎とする機能材料の開発、

高選択イオン分離、機能性粘土膜の開発と

実用展開に関する研究 

 

無機生体機能集積チーム 

（Bio-Inorganic Materials Property Integration 
  Team） 
研究チーム長：角田 達朗 

（東北センター） 

概 要： 

 無機生体機能集積チームでは、低環境負荷で高効率

な化学プロセスを実現するため、生体高分子材料、特

に、酵素の特性・機能の積極的な利用を実現するため、

無機多孔質材料との複合化を中心に融合領域における

技術開発を行っている。 

1) 生体高分子と無機材料との複合化による新規機能

発現とその利用 

 タンパク質等の生体高分子と無機多孔質体をはじ

めとする無機材料との組み合わせにより、酵素の高

度利用、酵素リアクターの開発、酵素機能を利用し

たセンサー等のデバイス開発、およびエネルギー変

換技術の開発等、新規機能発現とその利用を積極的

に展開している。 

2) 機能融合材料設計技術の開発 

 多孔質材料が有する特異空間と酵素などの生体高

分子とを組み合わせた双方の機能集積による新機能

創出とその利用の研究を材料開発面から支える、部

材開発を行う。無機多孔質材料と生体高分子の機能

集積により発現する機能を利用した化学システムの

開発のために、重要となる生体高分子の担体として

の多孔質材料について、目的に応じたマイクロ及び

メソポーラス材料を設計・合成・評価し、さらには

各種表面処理等を行うことで、分離膜部材、生体分

子等の固定化材料、マイクロリアクター部材等とし

て利用可能とするための技術開発を実施する。 

3) タンパク質のリフォールディング技術の確立 

 大腸菌発現系等により産生されたタンパク質にお

いて、しばしば問題となる封入体形成を解決するた

め、タンパク質の可溶化、機能回復法として有効な

ゼオライトを用いた手法の技術的確立、技術の質的

向上、最適化、適用例の蓄積を目指している。 

研究テーマ：生体高分子と無機材料との複合化による新
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規機能発現とその利用、機能融合材料設計

技術の開発、タンパク質のリフォールディ

ング技術の確立酵素利用反応プロセスの開

発 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高温高圧マイクロ化学システムエンジ 

ニアリング技術の開発 

［研究代表者］花岡 隆昌（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］花岡 隆昌、川波 肇、相澤 崇史、 

増田 善雄、川﨑 慎一朗、石坂 孝之、

永翁 龍一、藤井 達也、畑田 清隆、

鈴木 敏重、横山 敏郎、 

Chatterjee Maya、大川原 竜人、 

小川 佳代子、石田 憲士、櫻井 優子、 

八重嶋 早枝子、菅野いづみ、周 励民、

山下 麻未、藤山 仁美 

（常勤職員8名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 高圧二酸化炭素を利用し、スプレー塗装における

VOC 排出を大幅に抑制する技術を開発してきた。本技

術（CAT：CO2 Atomizing Technology）は、薄膜コー

ティングや微粒子製造等の高粘性の有機物を扱うモノづ

くり工程に広く応用が可能である。また、二酸化炭素を

有機溶媒代替として環境負荷の低減とプロセスの高効率

化を提案するものであり、様々な噴霧試験に対応できる

よう基盤的利用施設の整備を進めた結果、多数の民間企

業との共同研究の加速的な実施につながった。 

 さらに、高温高圧水とマイクロリアクター技術を融合

した新規な化学プロセスに対応できる装置を開発した。

この反応装置により、様々な有機合成反応が水を媒体と

して実現でき、同時に従来に比べ装置の大幅な小型化と

省エネ化が達成されることを示し、多くの共同研究につ

ながった。また、燃料電池触媒等に応用する金属微粒子

の高速高効率な連続合成技術を開発してきた。例えば、

多段マイクロ合成技術を駆使した金、白金等のコア・シ

ェル金属微粒子、ポリマー（ポリイミド）微粒子への応

用に発展させ、新しい材料の製造方法として提案した。

また、高圧二酸化炭素を利用したプラスチックの加工技

術について、公設研との連携により取り組み、基盤的な

可能性を実証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高温高圧、マイクロリアクター、マイク

ロデバイス、超臨界水、超臨界二酸化炭

素、脱有機溶媒、流体特性、反応場観測、

反応場制御、有機合成 

 

［テーマ題目２］無機材料プロセス技術の開発 

［研究代表者］花岡 隆昌（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］花岡 隆昌、角田 達朗、蛯名 武雄、

林 拓道、和久井 喜人、中村 考志、

清住 嘉道、長瀬 多加子、池田 拓

史、長谷川 泰久、鈴木 麻実、 

庄司 絵梨子、岩田 伸一、志村 瑞己、 

夏井 真由美、阿部 千枝、 

外門 恵美子、田中 理枝 

（常勤職員10名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 化学プロセスのグリーン化やシンプル化技術の開発で

は、無機多孔質材料や無機層状物質は大きな役割を果た

してきた。特に、触媒や環境浄化材料、吸着・分離材料

等として用いられ、また、高温や有機薬品等に暴露され

る部位の材料として使用されている。 

 粘土を主成分とする新しい膜材料「クレースト」は、

高いガスバリア性や耐熱性、不燃性を持つため、次世代

シート材としての利用が期待される。これまでに用途と

しての展開として、ⅰ）透明耐熱材の開発、ⅱ）クレー

ストのガスバリア層を含む燃料電池車用水素タンクの作

製、ⅲ）薄膜太陽電池等次世代電子デバイスに使用可能

な超水蒸気バリア膜に展開してきた。さらに、原料粘土

の低コスト生産方法を検討した。また、ユーザー企業と

の連携を目指した体制（Clayteam コンソーシアム）に

よる技術移転を促進している。 

 ナノメートルサイズの空間や、規則構造を持つ無機材

料の合成、構成元素の特性を生かした機能化、様々な分

子の特性を生かした複合化により高度の分子認識触媒機

能、分離機能等を付与した材料の利用では、膜部材化に

よる気相・液相での選択的分離精製、環境浄化・殺菌、

高性能触媒への応用を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］粘土膜、高温シール材、ガスバリア、水

素タンク、粘土膜、耐熱性、難燃性、ゼ

オライト、水熱合成、パラジウム膜、ゼ

オライト膜、メンブレンリアクター、膜

反応、分離機能、膜透過機能、層状珪酸

塩、構造解析 

 

［テーマ題目３］融合的反応場技術の開発 

［研究代表者］花岡 隆昌（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］花岡 隆昌、金久保 光央、牧野 貴至、

白井 誠之、佐藤 修、三村 直樹、 

宮沢 哲、佐藤 剛一、西岡 将輝、 

日吉 範人、山口 有朋、角田 達朗、

伊藤 徹二、松浦 俊一、新妻 依利子、

宮川 正人、村松 なつみ、籾山 愛、

松浦 和佳子、佐藤 恭子、村上 由

香、外門 恵美子、千葉 真奈美、 

丹野 美香、竹下 香織 
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（常勤職員14名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

 産業競争力強化のためには、技術の融合による次世代

型反応プロセスの開発が必要であり、それにより大きな

環境負荷低減が実現する。このため、高温高圧技術やそ

れによる特殊環境、新材料との融合による複合型反応場

を利用した反応システムを開発してきた。 

 具体的には、水・二酸化炭素媒体、高温高圧場と触媒

の最適融合による新規な反応システムの開発や、小型マ

イクロ波装置・膜型反応器と触媒反応との融合による新

規反応場の開発と利用技術の研究を行った。特に、再生

可能原料としてのバイオマスを原料とした変換反応にお

いて、高温水反応の適用の有効性を実証することができ

た。また、無機材料と生体高分子並びにプロセス技術と

を融合したバイオ触媒技術に取り組んだ。例えば、酵素

等の生体高分子を無機多孔質材料のナノ空間に固定する

ことにより、酵素の立体構造、熱的、機械的な安定性を

飛躍的に向上させ、酵素の高い特異性を高度に利用して

きた。また、不揮発・難燃性のイオン液体を特徴的な反

応場としたガス吸収再生システムの開発を進め、低環境

負荷型のプロセスの提案を行い、プロジェクトの中心技

術として研究開発を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］無機－バイオ複合、タンパク質リフォー

ルディング、固定化酵素、酵素センサー、

イオン性流体、二酸化炭素分離、マイク

ロ波、マイクロ波反応場、ナノ粒子、固

体触媒 

 

⑤【先進パワーエレクトロニクス研究センター】 
（Advanced Power Electronics Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～2018.3.31） 
 
研究センター長：奥村 元 
副研究センター長：山口 浩、坂本 邦博 
 
所在地：つくば中央第2、つくば西 
人 員：25名（25名） 
経 費：2,346,774千円（920,033千円） 
 
概 要：  

 21世紀社会におけるエネルギー流、情報流、物流に

おける電力エネルギーの重要性は今後ますます増大し

ていく。電力エネルギーの有効利用は、省エネルギー、

新産業創出によるトリレンマ解決のキーである。産総

研発足時から一貫して行われてきたパワーエレクトロ

ニクスに関する革新的な技術開発をミッションとする

当研究センターは、エネルギーの最も合理的な利用形

態である電力エネルギーにおける省エネルギー技術お

よび新エネルギーの大量導入のための高効率電力変換

技術等、大容量から小容量までの電力エネルギー制

御・有効利用のための半導体エレクトロニクス（デバ

イス／機器応用）の実証と確立を目指す。 
特に、過負荷耐性などの極限仕様への対応が期待さ

れる SiC や GaN などのワイドギャップ半導体デバイ

ス／システムの電力エネルギー制御への活用を中心課

題に据えるとともに、それらによるパワーエレクトロ

ニクス技術の革新、大／中／小の各容量における電力

エネルギーのネットワーク化運用・制御の実現を念頭

に、エネルギーエレクトロニクス領域への展開を図る。

その目標の達成のために、ウェハプロセス、エピタキ

シャル成長、SiC パワーデバイス、SiC デバイスプロ

セス、SiC デバイス設計、超高耐圧デバイス、GaN
パワーデバイス、パワー回路集積、パワーエレクトロ

ニクス応用チームの9つの研究チームを組織し、有機

的な協同体制で上記の新規半導体のデバイス化には不

可欠な「結晶－デバイスプロセス－デバイス実証－パ

ワーモジュール化－機器応用」の各段階の技術に関す

る一環本格研究を強力に推進する。 

 本年度の研究内容としては、独立行政法人日本学術

振興会 最先端研究開発支援（FIRST）プログラム

「低炭素社会創成に向けた炭化珪素（SiC）革新パワ

ーエレクトロニクスの研究開発」（平成21～25年度）

や技術研究組合を活用した NEDO プロ「新材料パワ

ー半導体」プロジェクト（平成22～26年度）における

研究拠点としての活動や SiC 電力変換器実証に関す

る企業との大型共同研究を中心に進めた。また、当研

究センターはこれらの複数の大型プロジェクトを実施

するため、企業研究者を特定集中研究専門員として積

極的に受入れるなど、各種企業と密接な連携のもとに

研究開発を遂行するなど、常勤研究員だけでなく、共

同研究研究員、併任研究員、ポスドク、補助員等の非

常勤職員、各種フェロー、連携大学院生を積極的に活

用して研究活動を行い、総勢200名超の組織となって

いる。 
--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 
交付金 TPEC 活用パワーエレクトロニクス研究 
 
外部資金： 
独立行政法人日本学術振興会 最先端研究開発支援プロ

グラム「低炭素社会創成に向けた炭化珪素（SiC）革新

パワーエレクトロニクスの研究開発」 
 
発 表：誌上発表74件、口頭発表153件、その他9件 
--------------------------------------------------------------------------- 
ウェハプロセスチーム 

（Wafer Process Team） 
研究チーム長：加藤 智久 

（つくば西） 
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概 要： 
 当チームでは、SiC バルク単結晶の伝導度制御技術

および溶液法による高品質成長技術、高速高品質ウェ

ハ加工技術の開発を行っている。 

 ウェハ伝導度の低抵抗化を目的にした昇華法による 

高ドープ SiC 単結晶成長技術の開発では、高濃度 p
型領域での4H 多型安定条件を見いだし、低抵抗の p
型高品質ウェハ開発に向けた重要な成果を得た。また、

結晶成長条件を変えずとも結晶成長速度を2倍に改善

する昇華法用 SiC 原料粉末を開発した。Si 融掖を使

った SiC 溶液成長技術の開発では、口径拡大成長に

よって貫通転位密度が大幅に減らせる効果を見いだし、

口径70mm、厚さ11mm の高品質4H-SiC バルク単結

晶を成長した。SiC ウェハ加工技術の開発では、

6inch の大口径ウェハにおいて、バルク結晶の切断か

ら仕上げ研磨までの一貫工程を24時間以内に完了可能

とする技術的目処をつけた。 

研究テーマ：テーマ題目 

 

エピタキシャル成長チーム 

（Epitaxial Growth Team） 

研究チーム長：児島 一聡 

（つくば中央第2、つくば西） 

概 要： 

当チームでは、SiC エピタキシャル薄膜成長技術と

その材料評価を中軸に、大口径並びに高速エピタキシ

ャル成長技術の開発とその材料評価の高度化を行い、

SiC パワーデバイスの早期普及に資する材料開発を目

指すとともに、低オフ角化技術、埋め込みエピ技術、

高品質多層厚膜化技術といった SiC デバイスの高機

能化に資する新規 SiC 薄膜成長技術の開発を推進し

ている。6インチエピタキシャルウェハでは、2°オフ

ウェハにおいてもみなし成長で膜厚均一性σ＝1.6%、

濃度均一性σ＝6.6%、三角欠陥密度0.5個/cm2と6イ

ンチ化に資する結果を得た。また、微傾斜基板を使用

することでエピ膜中の BPD を4インチウェハで18個

と世界最小の数値を達成した。 

新規高均一高速エピタキシャル成長技術では高速成

膜（～110µm/h）と厚膜形成（15～50µm）を両立す

る技術を開発した。 

高濃度 P 型厚膜成長では成長後のウェハそりの増

大という課題に対して N とのコドープにより P 層の

格子定数を制御、n 型層との格子不整合を制御し、ウ

ェハの反りが抑制可能であることを見出した。 

トレンチ埋め込みによる SJ 構造形成では、水素エ

ッチングプロセスの併用でボイドの形成を抑制、スペ

ース：1.5～2µm、深さ5µm のトレンチを3インチほ

ぼ全面で埋め込むことに成功した。 

新規評価技術においては KEK において回折計と X
線 CCD カメラによる X 線回折イメージ取得の連動を

行うとともに、画像解析ソフトウエアを導入し、ウェ

ハの2次元評価機構を整備した。 

研究テーマ：テーマ題目 

 
SiC パワーデバイスチーム 
（SiC Power Device Team） 
研究チーム長：田中 保宣 

（つくば中央第2） 
概 要： 

当チームでは、本格的実用化へ向けた大面積 SiC
パワーデバイスの開発・応用展開を企業・大学との

共同研究を通じて進めると共に、次世代高耐圧（3-

5kV）、及び超高耐圧（>10kV）SiC パワーデバイス

の開発を最終目標とした国家プロジェクトを通じて、

先進的な SiC パワーデバイスの開発推進を目標とし

ている。また、先進的なプロセス技術の開発にも積

極的に挑戦し、SiC パワーデバイスの更なる高性能化

を模索している。 
 平成25年度は、露光高精度合わせ技術、高アスペク

ト比マスク形成技術等を組み合わせることで、マルチ

エピタキシャル法により2層 SJ（スーパージャンクシ

ョン）構造を実現することに成功し、通常構造の物理

限界を超えるオン抵抗を実証することに成功した。ま

た、トレンチ MOSFET を実現するための微細トレン

チ形成技術、高品質ゲート絶縁膜形成技術、耐圧構造

設計技術等、各種要素技術を高度化した。更には、

SiC 静電誘導トランジスタを活用した自動車応用研究

を企業との共同研究を通じて推進した。 
研究テーマ：テーマ題目 

 
SiC デバイスプロセスチーム 

（SiC Device Process Team） 
研究チーム長：宮島 將昭 

（つくば西） 

概 要： 
 当チームでは、SiC デバイスの製造プロセスにおけ

る研究開発を進め、それらの量産化試作実証を行うこ

とを目的とする。産総研の西事業所5D 棟に SiC 専用

のクリーンルームを構築し、プロセス装置の導入、立

上げ、および条件出しを行う。25年度の実績としては、

装置稼働率向上による月当たりのサンプル処理枚数の

増加を図り、24年度に対し1.6倍の処理能力の向上を

実現した。更に23年度から計画的に実施していた24時

間の連続稼働を行うための付帯設備の増強と体制作り

を完了した。 

26年5月よりクリーンルームの24時間連続稼働を開

始する予定である。これにより従来3ヶ月を必要とし

ていたサンプル作成期間を2ヶ月に短縮する事が可能

となり、その結果研究成果を早く出すことはもとより、

工程を連続で処理する事で初めてわかる結果を導きだ
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せる体制を整える事が出来た。 
研究テーマ：テーマ題目 

 
SiC デバイス設計チーム 
（SiC Device Design Team） 
研究チーム長：大西 泰彦  

（つくば西） 

概 要： 

当チームでは、市場より要求される低損失な SiC
パワーデバイス、更には高信頼性な SiC パワーデバ

イスの設計・開発を進め、それらの量産化試作実証を

行うことを目的としている。そのため、産総研の西事

業所5D 棟にある SiC 専用のクリーンルームを活用し、

長期信頼性での特性変動を抑制したデバイス構造の創

出、高歩留りを達成するデバイス構造の最適化を行な

っている。 

平成25年度は、1200V-IEMOS のゲート酸化膜改質

及びデバイス構造最適化により、長期信頼性の課題で

あった±高温ゲート印加試験において Vth 変動を±

0.1V 以内に抑制することに成功した。また、3mm 角

IEMOS において、SCSOA、RBSOA、アバランシェ

耐量などの破壊耐量が実用に耐え得る耐量であること

を実証した。一方、低損失1200V-IEMOS の開発では、

新 Wet 酸化膜の適用により業界最高レベルのオン抵

抗を達成し、1200V クラス以外に600V クラスの低損

失 IEMMOS の開発にも着手し、サンプル展開を行っ

た。さらには、Sic デバイスプロセスチームと歩留り

改善を推進し、3mm 角 IEMOS の歩留りを50％まで

改善した結果、5mm 角 IEMOS の流動も可能とした。 

研究テーマ：テーマ題目 

 
超高耐圧デバイスチーム 
（Ultra High-Voltage Device Team） 

研究チーム長：米澤 喜幸 

（つくば西） 
概 要： 

当チームでは、スマートグリッドや直流送電シス

テムのパワーエレクトロニクス機器応用を目指した、

10kV 以上の超高耐圧 SiC デバイスに関する研究開発

を、酸化膜基礎等の要素技術開発を含めて行ってい

る。 

平成25年度は FIRST 最終年度にあたり、超高耐圧

IGBT 素子の目標である13kV と20A の電流容量、及

びこれを用いた5kV、20A @250℃でのスイッチング

試験を完了することを目標とした。 
p チャネル IGBT に関しては、DMOS タイプ、

5mm 角の試作を行い、耐圧14.8kV、電流20A を達成

した。ｎチャネル IGBT に関しては、free standing 
エピ基板を用い、MOS 構造に IEMOS を用いた、プ

リップ型 IE-IGBT の検討を行った。フリップ基板に

関しては、ウェハプロセスチーム、設計、試作プロ

セスに関しては、SiC デバイス設計チーム、SiC デバ

イスプロセスチームの協力を得て、量産試作ライン

を用いて試作を行った。結果として5.3mm 角、デバ

イスで耐圧16.7kV、電流20A 素子が得られた。さら

に結晶品質の向上を踏まえて、大面積8mm 角素子の

試作を行い、耐圧16kV 以上、電流40A 以上を達成し

た。これらのスイッチング試験を関西電力株式会社

と協力して行い、5.3mm 角素子で、5kV/20A@250℃、

8mm 角素子において、6.5kV/60A のスイッチング試

験に成功し、目標の大幅なクリアを行うことができ

た。 
  さらに基礎技術として酸化膜界面評価法に関する検

討を進め、信頼性に関わる酸化膜リーク電流解析にお

いて、そのメカニズムの同定、さらには緩和なし Vth
測定法等の基礎技術を立ち上げた。 

今後は、導通損とスイッチング損のトレードオフ

を解決していくことを目指し、低炭素社会実現のた

めにパワーエレクトロニクス技術に新規 SiC 超高耐

圧デバイスを適用していくことにより、貢献してい

く。 
研究テーマ：テーマ題目２ 

 
GaN パワーデバイスチーム 
（GaN Power Device Team） 
研究チーム長：清水 三聡 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 結晶成長技術開発、デバイス設計・プロセス開発、

回路設計技術を通して窒化物半導体を用いた低損失電

力素子の実用化を図ることを目的とする。低価格を可

能とするシリコン基板上の MOCVD 結晶成長技術を

確立し、ウエハメーカと共同して4インチの GaNonSi
ウェハのサンプル提供を行った。また、高速・低損失

動作を可能とする AlGaN/GaN ヘテロ構造素子の設

計・プロセス技術・信頼性技術の開発を行い、400V
のスイッチングまでの信頼性を得た。また、実証研究

として窒化物半導体パワースイッチング素子を用いた

高速回路設計に必要となる等価回路モデルやノイズ解

析技術を確立し、実際の回路から放射されるノイズ特

性の解析と制御が可能であることを示した。 

研究テーマ：テーマ題目 

 
パワー回路集積チーム 

（Power Circuit Integration Team） 
研究チーム長：佐藤 弘 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 SiC や GaN といった高性能かつ超低損失のパワー

デバイスの特長を活かした高機能・小型・低消費電力
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の電力変換装置を実用化するための基盤技術の研究開

発を目的とする。平成24年度は、はんだに代えて、焼

結接合材料のプロセス技術開発を行い、また、この技

術を生かして両面接合モジュールを作製した。平成25

年度は、作製した両面接合モジュールの電気的な動作

について評価を進め、電源電圧600V で動作可能であ

ることを明らかにした。また、受動部品（放熱基板、

配線基板、コンデンサ、抵抗、ヒートシンク）の組み

合わせ試験を行い、材料の熱膨張係数差が、最終製品

のみならず作製プロセスの成立可否にも重要であるこ

と示した。接合技術については、これまで信頼性を評

価してきた AuGe 接合について、Ag を添加すること

により、融点を高温に制御できることを明らかにした。

また、Au バンプや AL バンプを用いた接合について

も、技術開発を行った。さらに、SiN 基板に対する、

新規な Cu 回路番接合技術について、-40〜250℃の冷

熱サイクル試験1500回において、高い信頼性を有して

いることを確認した。 

研究テーマ：テーマ題目 

 
パワーエレクトロニクス応用チーム 

（Power Electronics Application Team） 

研究チーム長：坂本 邦博 

（つくば西） 
概 要： 

 当チームは、SiC パワーデバイスの大量導入が期待

される自動車用の民生用途から、高エネルギー加速器

電源のような特殊用途にいたる、幅広い電力変換分野

での SiC パワーエレクトロニクスの応用開拓を目指

している。それには SiC パワーデバイスの特長を発

揮する実装技術の開発が不可欠である。本年度は、民

間企業と共同で実装および信頼性評価ラインの整備を

進めるとともに、本ラインの標準品となるディスクリ

ートおよびモジュールパッケージを開発した。本パッ

ケージが基本的な信頼性を持つことを確認している。

産総研西事業所5D 棟の SiC 専用クリーンルームで試

作した SBD、MOSFET チップを、本実装ラインで

標準パッケージに組み立てて、応用開発を行う共同研

究パートナーに提供を開始した。 

研究テーマ：テーマ題目 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］TPEC 活用パワーエレクトロニクス研

究 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 
［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、原田 信介、 

岡本 光央、辻 崇、後藤 雅秀、 

俵 武志、坂井 隆夫 

（常勤職員5名、他24名） 

［研 究 内 容］ 

 地球温暖化抑制のために二酸化炭素排出量削減が叫ば

れる中、電力損失の削減（省エネルギー化）に重要な技

術として、SiC による超低損失デバイスを用いた高効率

電力変換器（インバータ）の実現がパワーエレクトロニ

クス産業界から期待されている。そのために、TPEC
（Tsukuba Power Electronics Constellations）活用プ

ロジェクトで富士電機アドバンストテクノロジー株式会

社、アルバック株式会社、住友電気工業株式会社、トヨ

タ自動車株式会社、新日本無線株式会社と連携して大容

量 SiC-SBD/MOSFET の実用レベルでの量産技術の共

同研究を行った。本プロジェクトでは、デバイス開発だ

けでなく、高温、高耐圧用の実装技術の開発も行ってお

り、平成25年度は、パッケージ、モジュール試作用設備

の導入および立ち上げを行い、応用側へパッケージ品、

モジュール品の供給を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］SiC、低損失デバイス、MOSFET、 

SBD、パワー半導体、量産技術 
 
［テーマ題目２］最先端研究開発支援プログラム／低炭

素社会創成に向けた炭化珪素（SiC）革

新パワーエレクトロニクスの研究開発 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 
［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、米澤 喜幸、 

児島 一聡、田中 保宣、松畑 洋文、

石田 夕起、高塚 章夫、八尾 勉、 

田中 保宣、中川 博 

（常勤職員12名、他47名） 
［研 究 内 容］ 
 SiC（シリコンカーバイド）は Si（シリコン）に比べ

て、小型・低損失で、冷却が簡略化できるなど、パワー

デバイスとして著しく優れた性質を有しているので、低

炭素社会創生に向けた革新的なキーデバイスとしてその

将来が大いに期待されている。特に、太陽光発電、風力

発電、コジェネレーション等の分散電源が接続されたエ

ネルギーネットワーク（スマートグリッド）において、

電力の安定供給を行うために用いる電力変換器には、耐

圧13kV 以上の電子デバイスが必要であるが、Si を用い

たデバイスでは、耐圧13kV 以上は実現していない。ス

マートグリッドの構築のためには、超高耐圧デバイスの

早急な開発が不可欠である。SiC は、Si よりも絶縁破

壊電界が約1桁高いので超高耐圧のデバイスに適してお

り注目されている。SiC-MOSFET に代表されるユニポ

ーラデバイスの研究は、各国で進んでいるが SiC を使

ったといえども素子耐電圧が5～6kV 位までが低損失実

現のための限界であり、それ以上の素子耐電圧の領域で

は、SiC バイポーラデバイスの実現が強く望まれている。 

 本テーマでは、スマートグリッドに代表される社会イ

ンフラ系を通じて低炭素社会の実現に寄与する13kV/ 
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20A 級の PiN ダイオードと IGBT の開発を行うことを

目標にしてプロジェクトを実施した。平成25年度は、最

終年度にあたり、16ｋV、20A の Flip 型 n チャネル

IGBT の作製に成功し、250℃で5ｋV/20A のスイッチ

ング試験に成功して最終目標を達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ 
 

⑥【太陽光発電工学研究センター】 
（Research Center for Photovoltaic Technologies） 

（存続期間：2011.4.1～2019.3.31） 

 

研究センター長：仁木 栄 

副研究センター長：松原 浩司 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、九州センター 

人 員：28名（28名） 

経 費：3,622,802千円（2,375,727千円） 

 

概 要： 

 人類の持続的発展のためには環境に配慮したエネル

ギーの確保が最重要課題であり、自然エネルギーへの

期待が高まっている。その中でも無尽蔵な太陽光をエ

ネルギー源とする太陽光発電は、設置制約が少なく温

室効果ガスの削減も期待できるなど、世界的に注目を

集めている。このような背景の中、2011年に前身の太

陽光発電研究センター（2004-2010年）を発展的に解

消し、産総研が太陽光発電研究に対して戦略的に取り

組む拠点として新たに太陽光発電工学研究センターが

設立された。 

 産総研の第3期ミッションである“21世紀型課題の

解決のためのグリーンイノベーションの推進”を支え

る中核ユニットとして、エネルギー供給の安全保障と

低炭素化、経済発展、国内雇用創出を同時に実現する

ために、太陽光発電に関連する技術分野に体系的かつ

包括的に取り組み太陽光発電の技術及び普及の持続的

発展に貢献することをミッションとする。  

そのために、 

1) 民間企業とのコンソーシアム等を通したデバイス、

システムの技術開発、 

2) 産業基盤となる一次基準セル校正、デバイス、シ

ステムの中立評価、 

3) 長期的視点からの革新的基礎技術の開発、 

を3つの柱として推進する。 

さらに技術開発と並行して、 

4) 健全な技術競争を醸成するために、ユーザ視点に

立った国際標準の確立への貢献、 

5) 研究開発成果を広く普及させ、地域センターと連

携した地域経済活性への貢献、 

に注力している。  

具体的な研究テーマとしては、各種太陽電池の高性

能化技術、モジュールの信頼性評価・向上技術、太陽

電池の校正・性能評価技術、安全安心な太陽光発電を

実現するための技術など幅広い研究テーマに取り組ん

でいる。各研究テーマ間の有機的な連携を図りながら

太陽光発電に関する中核機関として太陽光発電の発展

に貢献する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

重点研究加速予算（戦略予算）「メガソーラーの長寿命

化技術」 

 

融合・連携推進予算（戦略予算）「有機薄膜太陽電池の

屋内用途試験・評価方法の国際標準化の技術開発」 

 

外部資金：  

経済産業省 平成25年度国際エネルギー使用合理化等対

策事業委託費「省エネルギー等普及基盤構築支援調査事

業：太陽電池モジュール出力測定及び信頼性評価規格に

関する技術的協力支援事業」 

 

経済産業省 日米等エネルギー環境技術研究・標準化協

力事業「太陽電池の耐久性・信頼性と発電効率向上のた

めの評価技術の開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構「新エネルギー技

術研究開発／革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太

陽電池国際研究拠点整備事業）／高度秩序構造を有する

薄膜多接合太陽電池の研究開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構「太陽エネルギー

技術研究開発／革新的太陽光発電技術研究開発（革新型

太陽電池国際研究拠点整備事業）／高効率集光型太陽電

池セル、モジュール及びシステムの開発（日 EU 共同

開発） 集光型太陽電池セル、モジュールの標準測定技

術の開発（WP4）」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構「太陽エネルギー

技術研究開発／太陽光発電システム次世代高性能技術の

開発／発電量評価技術等の開発・信頼性及び寿命評価技

術の開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構「太陽エネルギー

技術研究開発／太陽光発電システム次世代高性能技術の

開発／CZTS 薄膜太陽電池の高効率化技術の研究開発」 

 

科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（ALCA）

「新材料の探索と太陽電池技術の開発」 

 

科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（CREST）
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「励起子サイエンス」 

 

科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（CREST）
「CZTS 系薄膜太陽電池の欠陥・界面・粒界の評価およ

び高性能化技術の開発」 

 

科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（CREST）
「PV 発電予測の不確実性評価および電力系統シミュレ

ーションによる評価」 

 

科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（さきが

け）「ヘテロエピタキシーを基盤とした高効率単結晶有

機太陽電池」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤研究（C）「薄

膜シリコン成長時の半導体特性評価法の開発と欠陥形成

機構の解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 特別研究員奨励費

「シリコン系ナノ結晶表面での多重励起子の生成」 

 

発 表：誌上発表130件、口頭発表227件、その他21件 

--------------------------------------------------------------------------- 
先端材料プロセス・低コスト化チーム 

（Advanced Low Cost Processing Team） 
研究チーム長：松原 浩司 

（つくば中央第2、第5） 

概 要： 

 太陽電池の低コスト化を実現するための技術開発と

して、省資源性に優れ大面積製造も可能な薄膜シリコ

ン系太陽電池、有機系太陽電池（有機薄膜太陽電池、

色素増感太陽電池）の研究開発を行っている。 

年度進捗： 

（薄膜シリコン系太陽電池） 

 光劣化の少ないアモルファスシリコン（a-Si:H）の

製膜技術としてトライオード（三極放電）型プラズマ

CVD 法を適用し、単接合 p-i-n 型 a-Si:H 太陽電池（i
層膜厚：220～250nm）を作製している。平成25年度

はさらなるデバイスの改良を検討し、p-i 界面の最適

化により900mV 以上の開放電圧（安定化後）を得た。

さらに、高ヘイズ SnO2基板の適用と高光安定 a-Si:H
の製膜技術を集約した太陽電池を作製した結果、

1sun、50℃、1000時間の光劣化条件下で光劣化率

11%を示し、世界タイ記録となる安定化効率10.1%
（AIST 高精度測定）を達成した。また、トライオー

ド電極の改良により、従来に比べて吸収膜厚が厚い

a-Si:H 太陽電池（i 層膜厚：310nm）においても安定

化効率10.1%（AIST 高精度測定）を確認し、安定化

効率を損なうことなく高電流化（安定化後 Jsc＝17.0 

mA/cm2）に成功した。また、光劣化抑制要因を解明

するため、デルフト工科大学との共同研究の下、気相

中において生成し、a-Si:H の光劣化を促進するとさ

れる高次シランの発生が抑制可能と思われる膨張熱拡

散プラズマ（ETP）法を用いた a-Si:H 薄膜太陽電池

作製を行った。その結果、膜中 Si-H2濃度と光劣化挙

動には、従来法のみならず ETP法においても強い相関

を持つことが明らかとなった。このことから当研究所

で開発したトライオードプラズマ CVD 法の有用性が

改めて示された。 

多接合型太陽電池の高性能化に向けて、微結晶シリ

コン太陽電池の発電効率向上に関する研究開発を実施

している。独自に開発した良好な光閉じ込め効果と高

品質膜成長を両立させるハニカムテクスチャ基板の技

術を土台とした上で、真性（i）微結晶シリコン層の

膜質向上、i 層と p 層の界面再結合を抑制するバッフ

ァ層、更に反射防止構造の適用などにより、単一接合

微結晶シリコン太陽電池では世界最高となる発電効率

10.97%（AIST 高精度測定）を達成した。今後は開

発した技術を低光劣化の a-Si:H 太陽電池と組み合わ

せ、高効率多接合太陽電池へ展開していく。 

（有機薄膜太陽電池） 

 有機薄膜太陽電池の活性層の構造制御を実現するた

め、テンプレート層上にドナー／アクセプター混合薄

膜を成長させる手法を開発した。ビフェニルビチオフ

ェンの自己組織化結晶をテンプレートとし、C60と亜

鉛フタロシアニンを共蒸着させることで高結晶性ドナ

ー／アクセプター相分離構造を同時に実現し、理想的

なバルクヘテロ構造を作製することに成功した。本手

法により光電変換効率が1.85%から4.15%に向上する

ことを実証した。有機薄膜太陽電池のモジュールの試

作では、企業共同研究コンソを組織し、各社の技術を

持ち寄って高性能、高耐久のモジュール開発に取り組

んだ。産総研がハブとなり、それぞれフレキソ印刷版

技術、バリア膜付き PEN フィルムに適合した封止材、

およびフレキシブル配線コネクタの技術を有する企業

間の橋渡しを行い、要素技術をすり合せることで、有

機薄膜太陽電池の特長を活かしたパターン印刷による

フレキシブルモジュールの作製に成功した。 

 ミシガン大との共同研究の下、有機半導体薄膜のト

ラップを評価する新しい手法を開発した。共同開発し

た手法は、光学的ポンプ・プローブ法を用いた光電流

測定に基づき簡便かつ安価な特徴を有する。本手法を

代表的なアクセプター材料（C60）に適用し、トラッ

プ密度が1017cm-3程度存在することを明らかにした。

また、バルクヘテロ接合形成時のドナー・アクセプタ

ー混合膜のトラップを同様に評価し、トラップを低減

しキャリア輸送を向上させるには、混合比を適切に選

択する必要があることを示した。 

（色素増感太陽電池） 

 コバルト錯体レドックスを用いた色素増感太陽電池
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に種々のカルバソール系有機色素を適用し、色素の分

子構造と光電変換特性について詳細に調べた。その結

果、大きな色素分子の利用、色素分子への立体障害の

付与、適当な長さのアルキル基の利用などにより、電

解液から酸化チタンへの逆電子移動を抑制し、電子寿

命を長くすることができることを確認した。さらに立

体障害の大きなドナー性を持つ色素を設計・合成する

ことで、開放電圧が900mV をはるかに超える色素増

感太陽電池の作製に成功した。今後、色素の分子構造

の改善を図ることで短絡電流密度を向上して、変換効

率の向上を目指す。 

 

太陽電池モジュール信頼性評価連携研究体 

（Collaborative Module-Reliability Research Team） 
連携研究体長：増田 淳 

（つくば中央第2、九州センター） 

概 要： 
 本連携研究体では、太陽電池モジュールの信頼性に

関する研究ならびに屋外に設置した太陽電池モジュー

ルの発電量評価の研究を実施している。 
 前者においては、太陽電池モジュールの信頼性向

上・長寿命化に繋がる研究を通じて発電コストの低減

に資するとともに、信頼性を正確に判定可能な試験法

開発を通じて、太陽電池モジュールの信頼性を可視化

し、付加価値の向上に資することを目標に研究を実施

している。当面目標とする太陽電池モジュールの寿命

は30年であり、将来的には40年の寿命に繋がる技術を

開発する。長期屋外曝露を経た太陽電池モジュールの

劣化機構を解明するために、劣化事例を収集、解析す

るとともに、テストモジュールを用いて劣化モデルを

証明する。これらの知見をもとに、太陽電池モジュー

ルの信頼性を正確に評価できる試験法を開発する。ま

た、複数の加速要因を組み合わせた試験法や試験時間

の短縮に繋がる高加速試験法を開発する。さらには、

まったく新規の要素技術を含む試験法や有機太陽電池

等に応用可能な試験法を開発する。これらの試験法開

発を通じて、屋外曝露と加速試験を関連付ける科学的

指標を見出す。 
後者においては、新型太陽電池モジュールの長期屋

外曝露試験を実施し、太陽電池特性、日射量、気温等

のデータを系統的に収集し、発電量評価ならびに信頼

性評価を実施する。得られたデータは再生可能エネル

ギー研究センターエネルギーネットワークチームで集

約し、新型太陽電池モジュールを含む各種太陽電池モ

ジュールの発電量を、日射量・気象データから評価す

る発電量定格技術を開発する。さらに、色素増感・有

機薄膜等の研究段階の太陽電池モジュールの発電量や

降灰地域に設置した太陽電池モジュールの発電量も解

析する。 
年度進歩： 

 延べ80以上の機関が参加する第 II 期高信頼性太陽

電池モジュール開発・評価コンソーシアムは最終年度

を迎え、コンソーシアムメンバーが新規開発した封止

材、バックシート、インターコネクタ等を用いたモジ

ュールを試作・評価することで、これらの新規部材の

優位性を実証した。例えば、温度85℃、相対湿度85%
の高温高湿試験15,000時間後にも性能低下が生じない

アモルファスシリコン太陽電池の開発に成功した。ま

た、システム電圧が高いメガソーラ等において、短期

間で発電量が大きく低下する電圧誘起劣化（PID）現

象に関しては、オレフィン系封止材を用いることで抑

止可能なことを実証した。さらに、導電フイルム

（CF）を用いた配線が、従来の半田を用いた配線に

比べて、バスバーレスセルにおいても優位性を示すこ

とも実証した。コンソーシアム研究では、長期屋外曝

露と室内信頼性試験の対応を明確化することにも注力

し、化学的腐食劣化に関しては、モジュール内の残留

酢酸量が指標となることを見出した。モジュール設置

環境や紫外光の影響など今後の検討事項は多いが、高

温高湿試験4000時間が屋外曝露約30年に対応すること

を見出した。また、高温高湿試験と温度サイクル試験

を組み合わせることや、事前の紫外光照射を行うこと

により、モジュールの劣化が促進され、試験時間短縮

に資することを明らかにした。 
コンソーシアム研究以外では、CIGS 太陽電池でも

厳しい試験条件では PID 現象が生じるものの、アイ

オノマー樹脂を用いることで抑止可能であることを示

すとともに、有機太陽電池への水分浸入を可視化可能

なモジュール構造の開発、モジュール内での酸発生を

可視化可能な蛍光色素を用いたテストモジュールの開

発等の成果を得た。 
 屋外曝露施設では、市販されている太陽電池を中心

に、結晶シリコン系、薄膜シリコン系および化合物薄

膜系の各種モジュールを設置して系統連系運転を行っ

た。10分毎に各ストリングの電流－電圧特性ならびに

気象データを収集し、データを蓄積した。平成26年3

月末時点で、15種類の太陽電池において5kW（2種類

のみ2kW）のアレイ単位の発電量評価を実施してい

る。さらには、試作品を含む多数のモジュールにおい

て、モジュール単位の発電量評価も実施している。ま

た、4種類の色素増感太陽電池モジュールの発電量評

価も開始した。所外では、鹿児島県の降灰地域（霧島、

桜島）に太陽電池モジュールを設置し、火山灰や火山

性ガスが発電量ならびに長期信頼性に及ぼす影響を調

査し、降灰ならびにその後の降雨が発電量に影響する

ことを見出した。また、屋外での PID 現象を模擬で

きるシステムを所内ならびに石川県に構築し、データ

の収集を進めている。 
 

先端産業プロセス・高効率化チーム 
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（Advanced High Efficiency Processing Team） 
研究チーム長：柴田 肇 

（つくば中央第2） 

概 要： 
 薄膜系太陽電池でモジュール変換効率 25%
（PV2030＋目標）を実現するための要素技術を開発

すると共に、薄膜系太陽電池の適用範囲の拡大と低コ

スト化を目指す。具体的には、以下の3項目に重点的

に取り組む。 

(1) 化合物薄膜太陽電池の高効率化技術の研究開発 

(2) 化合物薄膜太陽電池のモジュール化技術の研究開

発 

(3) 新材料・新構造・新成膜技術による太陽電池の高

効率化技術の研究開発 

年度進歩： 

(1) 化合物薄膜太陽電池の高効率化技術の研究開発 

 CuIn1-xGaxSe2（CIGS）太陽電池において最も高

い光電変換効率が得られる x の値は、x = 0.5 - 
0.6程度の比較的に高い値であることが、理論的に

は予想されている。しかしながら、現時点において

最も高い変換効率が得られる x の値は、x = 0.3 - 
0.4程度の比較的に低い値であり、それ以上に x の

値を増大させると逆に変換効率は低下することが知

られている。2013年度は、x の値が高い場合に

CIGS 太陽電池の変換効率を低下させている要因を

解明し、その問題を解決する方法を開発するために、

x = 1.0という非常に高い x の値を持つ CIGS すな

わち CuGaSe2（CGS）の太陽電池を作製し、その

太陽電池としての動作機構の詳細を解明した。その

結果として、CGS 太陽電池の PN 接合の形成メカ

ニズムは、CGS 層の大部分は P 型半導体であるが、

CGS 層の表面近傍に Cu が不足した組成を持つ Cu
欠乏領域が存在してその領域が N 型半導体に転換

しており、その N 型と CGS 層の P 型による PN
接合の形成であることを解明した。 

(2) 化合物薄膜太陽電池のモジュール化技術の研究開

発 

 CuIn1-xGaxSe2（CIGS）太陽電池は、小面積セル

の変換効率は20-21%に到達しているにもかかわら

ず、市販モジュールの変換効率は13-14%に留まっ

ている。この変換効率の大きな差異は、CIGS 太陽

電池の大きな課題となっているが、その詳細は不明

である。2013年度は、この大きな差異が発生する要

因を解明し、その問題を解決する方法を開発するた

めに、CIGS サブモジュールの研究開発を行った。

具体的には、同時に製膜した CIGS 薄膜を使って

小面積セルとサブモジュールを作製し、それらの性

能を相互に比較した。それによって、サブモジュー

ル化に伴う性能の変化のみを抽出することが可能と

なる。実験の結果として、サブモジュールには透明

導電膜の電気抵抗に起因する電気的損失の影響が本

質的に存在することを明らかにし、またサブモジュ

ールの変換効率では、18.3%という高い値を実現す

ることに成功した。 

(3) 新材料・新構造・新成膜技術による太陽電池の高

効率化技術の研究 

 CIGS 太陽電池に匹敵する潜在能力を持つと期待

される Cu2ZnSnS4-xSex（CZTSSe）太陽電池の研

究開発を行っている。2013年度は、x = 4である

CZTSe の薄膜を多元同時蒸着法により製膜し、そ

れを Se もしくは SnSe2の蒸気の中で熱処理を行う

という方法により、CZTSe 太陽電池を作製した。

実験の結果として、CZTSe 太陽電池の特性は、熱

処理温度に大きく依存することが明らかとなり、熱

処理温度が550℃のときに8.5%という高い変換効率

を得ることができた。またその理由も、熱処理温度

を高くすることによって結晶粒の大きさが増大する

ためであることを明らかにした。熱処理温度が

550℃を越えると、変換効率は逆に低下するが、そ

の理由は薄膜が再蒸発を起こすためであることも明

らかとなった。 

 また CZTSe の類縁物質である CTSe の同時蒸着

法による薄膜成長の研究を行った。得られた薄膜の

性質は薄膜堆積温度と Cu/Sn 組成比に大きく依存

することが確認され、結果として CTSe の単相が

得られる成膜条件を明らかにした。また得られた

CTSe の単相薄膜を用いて、エネルギー禁制帯・光

吸収係数・伝導型・キャリアの濃度・移動度など

CTSe の各種基礎物性値を評価した。結果としてエ

ネルギー禁制帯の値は成膜温度に強く依存して

0.84-2.1 eV の範囲で変化し、正孔の濃度や移動度

は Cu/Sn 組成比に大きく依存することが明らかと

なった。 

 
システムチーム 

（PV System and Application Team） 
研究チーム長：加藤 和彦 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 太陽光発電システムの健全な普及拡大に資すること

を目的として、利用者の視点に立脚した太陽電池モジ

ュールの屋外暴露データや各種太陽光発電システムの

性能評価・不具合事例分析を通じた太陽光発電システ

ムの長期信頼性や安全性に関する研究開発、および、

太陽光発電技術が将来におけるわが国の基幹系統電源

となるために必要な発電量予測手法の技術開発などを

実施している。また、太陽光発電の導入ポテンシャル

や付加価値を高めるための新しいシステム技術の提案

や太陽光発電技術の普及を側面的に支援するための社

会制度や政策に関する提言も行っている。 
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年度進歩： 

 太陽光発電システムの長期信頼性に関する研究開発

については、2012年2月に当所つくばセンターに設置

されている太陽光発電設備の全数詳細分析調査に着手

し、今年度末時点で全数（約5,600枚）の約80%の屋

内測定（I-V 特性および EL 発光分析）が終了した。

なお、本測定は2014年9月に完了予定である。 

 また、太陽光発電システムの安全性に関する研究開

発では、太陽光発電システムの火災時における消防活

動の安全確保に必要な消防士向け技術情報文書（案）

を作成した。 

 

評価・標準チーム 

（Calibration, Standards and Measurement Team） 
研究チーム長：菱川 善博 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 日本における太陽電池評価技術およびその基となる

基準太陽電池のトレーサビリティ確立と維持、高度化

を図る。また国際比較等を通してその国際的整合を確

立、推進することで太陽電池システム輸出入の促進に

も重要な貢献を行う。新型太陽電池の測定技術の確立

や規格化においても中心的な役割を果たし、太陽電池

のより広範な普及に欠かせない共通基盤的研究を遂行

する。 

１）太陽電池性能評価の基本となる一次基準太陽電池

セル校正技術の高度化を目指すとともに、実施する。

世界の主要な研究所・機関における基幹国際比較に

参画し、Qualified Lab たる高い技術レベルを示す

とともにその維持・向上を図る。 

２）結晶 Si・薄膜 Si・化合物半導体・多接合・有機

等、各種新型太陽電池の高精度な評価を可能にする

ために、各種太陽電池に特有なデバイス構造・分光

感度特性・電気的時定数・光照射効果・温度照度依

存性等を正確に考慮した性能評価技術を開発し、実

施するとともに技術の国際整合、標準化を推進する。 

３）様々な気象条件・設置条件での太陽電池の日間・

月間・年間等の発電量（kWh 定格）を高精度に評

価する技術を開発する。 

年度進歩： 

１）ソーラシミュレータ法による一次基準太陽電池セ

ルの校正を実施すると共に、更に高精度な校正技術

開発を実施している。ソーラシミュレータ法による

太陽電池校正技術を高度化するための要素技術の開

発として、精密構造型絶対放射計の開発および超高

温黒体輻射等を用いた校正技術の開発を行った。更

に不確かさを大幅に低減するための校正技術として、

絶対分光感度法による校正技術を開発している。 

２）太陽電池メーカー等で研究・開発された各種新型

太陽電池セル・モジュールの測定技術開発および測

定を行った。昨年度までに開発した多接合太陽電池

評価技術等の IEC 国際標準化を推進するとともに

技術を高度化し、今後ますます重要性が増す屋外高

精度測定技術を開発している。欧米の太陽電池評価

機関との比較測定等による国際整合性検証を行った。 

３）多様化する太陽電池技術に対し、STC を補完す

る評価体系として、発電量定格方式の評価技術を開

発し、IEC 61853国際規格等による標準化に貢献し

ている。産総研つくばセンターと九州センターにお

ける太陽電池モジュール発電量計測システムを整

備・運用して、発電量評価技術の開発を行い、屋内

測定結果と併せて開発した評価手法の検証を継続実

施している。集光型太陽光発電システムの日米共同

実証実験として、日米に同一の集光型太陽光発電シ

ステムを設置して、発電性能の同時検証（比較）を

実施すると共に、日欧共同プロジェクトによる評価

法開発を行った。集光型に特有な性能評価技術を開

発し、国際標準化を推進した。 

 

革新デバイスチーム 

（Next Generation Device Team） 
研究チーム長：松原 浩司 

（つくば中央第2） 

 

概 要： 

 将来の太陽電池の変換効率の大幅な向上（40%超）

や発電コストの大幅な低減（7円/kWh 以下）の達成

に向けて新しい概念や原理に基づく太陽電池技術を開

発している。既存の材料や技術にとらわれない新しい

概念や原理を用いることで、太陽電池の飛躍的な効率

向上、低コスト化を目指す。このために新原理の検証

のような基礎的な研究から、材料開発、新しい作製方

法の開発など広い範囲にわたって取り組む。 

年度進捗： 

 高い変換効率を有する多接合型太陽電池の実現のた

めに、複数の太陽電池を半導体接合法により接続する

技術（スマートスタック技術）の開発を行っている。

本年度の成果としては、開発中の導電性ナノ粒子配列

を接合界面に介在させた直接接合技術に関し、工程最

適化のもと接合抵抗＜1Ωcm2を実現した。また、本

技術を用いて InGaP/GaAs//InGaAsP/InGaAs 4接合

セルを試作し変換効率30.4%、また異種材料からなる

InGaP/GaAs//CuInGaSe 3接合セルを試作し変換効率

24.2%、を達成した。特に、後者はその材料組み合わ

せにおいて最高特性である。さらに、試作した接合セ

ルの信頼性試験法を検討、初期的であるが実用に適う

信頼性を確認しつつある。今後は、セルの構造最適化

により35%以上の高効率を目指すとともに、信頼性、

量産性等の実用化技術に取り組む。スマートスタック

太陽電池のボトムセル材料としては、バンドギャップ
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1.0eV の InGaAsP とナローギャップ SiGe を研究し

ている。InGaAsP では固体ソース MBE を用いて初

めて太陽電池を作製し、成長条件の最適化により開放

電圧 0.49V を達成した。また、昨年度開発した

InGaP/GaAs タンデム太陽電池と接合し、変換効率

25.6%、開放電圧2.66V の3接合太陽電池の作製に成

功した。SiGe では、Si 基板側から Ge 組成を400nm
毎に7%増大させた階段状の SiGe 組成傾斜構造を用

い、ステップ数のみの制御により Ge 組成比49%から

84%の範囲で高品質な SiGe 光吸収層を作製でき、ボ

トムセルに必要な0.9eV～1.0eV 帯が実現できること

を示した。これを用いてヘテロ接合太陽電池を試作し

た。SiGe 吸収層の光吸収係数が増大することに起因

して量子効率が増大し、3µm 厚の Si 吸収層の場合の

短絡電流密度15.2mA/cm2に対して、Ge 組成84%の場

合24.0mA/cm2に増大した。一方、単接合で飛躍的な

高効率を達成できる技術として期待されている量子ド

ット太陽電池では、Ge 自己形成量子ドットを用いた

中間バンド型太陽電池の研究を行った。MBE 法を用

い、高速堆積と成長中断からなるパルス成長法を新た

に構築し、Ge 量子ドットの面内密度5×1010cm-2以上

の高密度化に成功した。50積層させた量子ドット構造

を用いた Ge 量子ドット太陽電池を試作し、導入して

いない Si 太陽電池と比較して感度波長域を1300nm
まで長波長化することに成功した。また多重キャリア

発生による太陽電池の飛躍的な効率向上を目指して

Si 系ナノ結晶の研究も行っている。Si ナノ結晶の特

性は表面の状態（欠陥、酸化など）に大きく依存する。

マイクロプラズマを利用した表面修飾法を開発し、そ

れにより Si ナノ結晶の PL 量子収率を大幅に改善し

た。一方、Sn との混晶化により Si 系ナノ結晶の狭バ

ンドギャップ化も試みた。SiSn ナノ結晶を利用した

太陽電池を作製し、太陽電池特性と Sn 組成との関係

を調べ、Sn 組成増加に伴い短絡電流の増加と開放電

圧の減少という狭バンドギャップ化の現象を観測した。

急速な変換効率の向上により注目を集める有機―無機

ハイブリッド太陽電池への取組みも開始した。塗布方

法(spin-coating)により CH3NH3PbI3ペロブスカイト

材料を用いた太陽電池を試作し、変換効率7.2%を得

た。 

 

革新材料チーム 

（Next Generation Material Team） 
研究チーム長：佐山 和弘 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 主務であるエネルギー技術研究部門 太陽光エネル

ギー変換グループを参照のこと。 

 

⑦【バイオマスリファイナリー研究センター】 
（Biomass Refinery Research Center） 

（存続期間：2012.4～2019.3） 

 

研究センター長：平田 悟史 

研 究 主 幹：矢野 伸一 

 

所在地：中国センター 

人 員：16名（16名） 

経 費：451,522千円（227,761千円） 

 

概 要：  

(1) 研究目的と手段 

 産総研では経済と環境を両立する「グリーン・イ

ノベーション」の推進に取り組んでおり、再生可能

で利用にあたって温室効果ガスの濃度に影響を与え

ないバイオマス資源を、効率よく安価に利用する技

術の研究開発もその一つである。バイオマスリファ

イナリー研究センター（BRRC）では、地球上に最

も多く存在する有機化合物であるリグノセルロース

（木質系・草本系バイオマス）を出発物質として、

化学品原料、高性能複合材料、液体燃料を安価に製

造するプロセス技術及び要素技術を開発している。 

 オイルリファイナリーとは原油を精製・分解・変

換して、化学品、プラスチック、繊維、液体燃料な

ど、さまざまな物質を作り出すプロセス技術である。

これに対しバイオマスリファイナリーはバイオマス

資源を出発物質に、化学品原料、複合材料、液体燃

料を作るプロセス技術であり、BRRC はリグノセ

ルロースを出発物質として、ピルビン酸、エタノー

ル、乳酸などの化学品原料、セルロースナノファイ

バーを用いたバイオナノコンポジット（高性能複合

材料）、バイオジェット燃料、バイオエタノールな

どの液体燃料を製造する技術の開発を進めている。 

 バイオマス資源及び生成物は種類が多岐にわたっ

ており、すべてのバイオマス資源、生成物を研究開

発対象にすることはできない。BRRC ではバイオ

マス資源として資源量が多く、比較的安価に調達が

可能で、食料生産との競合が少ないリグノセルロー

スを選択し、研究開発を進めている。一方、バイオ

マス資源の利用にあたっては、高付加価値のものか

ら順番に利用するというカスケード利用が実現可能

性を高める上で重要であるので、単位重量あたりの

価格が安いエネルギー利用以外に、付加価値の高い

マテリアル、ケミカルとしての用途開発も進めてい

る。BRRC では実現可能性並びに市場ニーズから、

生成物として化学品原料、高性能複合材料、液体燃

料の3つを選択して、研究開発を行っている。 

 ところでリグノセルロースから化学品原料、高性

能複合材料、液体燃料を製造するためには、多数の
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変換プロセスと要素技術が関与している。BRRC
では経済性、環境性を指標にして種々のプロセスを

比較し、その中から実現可能性の高いプロセスを選

択して集中的に研究開発を進めている。また、

BRRC 内だけでなく産総研内で異なる専門分野の

研究者が連携することで、研究開発を効率的に進め

ている。 

 バイオマスリファイナリーは、糖（シュガー）を

基幹物質として生成物を作るシュガープラットフォ

ームと、熱分解ガス化によって製造された水素と一

酸化炭素を主成分とする気体（合成ガス）を基幹物

資として生成物を作る合成ガスプラットフォームに

分けられる。それぞれメリットとデメリットがあり、

また研究の進捗状況も異なる。BRRC では両プロ

セスとも実現可能性があると考え研究開発に取り組

んである。 

(2) 戦略課題への取り組み 

 BRRC が戦略課題として集中的に取り組んでい

る研究テーマは次の3つである。 

① ケミカル原料製造基盤技術の開発 

 ケミカル原料を製造するためには、まず原料と

なるリグノセルロースを糖とリグニンに分解する

必要がある。リグノセルロースを糖に分解するプ

ロセス及び要素技術は数多く提案されているが、

どれも一長一短があり、同じ原料を用いて、同じ

条件で定量的に比較したデータが存在しない。そ

こで BRRC では、これまでに提唱されている主

要な分解・糖化技術について、比較検討を進めて

いる。具体的には、針葉樹で国内生産される代表

的な樹種であるスギ、広葉樹で海外において大規

模植林されているユーカリ、国内・海外で大量に

発生する農業残渣である稲わら、東南アジアのパ

ームオイル産業で廃棄物として発生するアブラヤ

シ空果房（Empty Fruit Bunch）、ブラジル、東

南アジアのバイオエタノール産業で廃棄物として

発生するサトウキビの搾りかすであるバガスの5

種類を標準原料として確保し、これを BRRC の

保有技術である水熱・メカノケミカル・酵素糖化

法、及びこれまで提唱されている主要な分解・糖

化プロセスで処理したときの、糖化率、エネルギ

ー投入量などを、定量的に比較する検討を、成分

分離チームと実証・実用化チームで進めている。 

 分解・糖化におけるキーテクノロジーの一つが、

糖化酵素である。リグノセルロースに含まれる成

分であるセルロース、ヘミセルロースを分解して

糖にする酵素としては、セルラーゼ、ヘミセルラ

ーゼがある。糖化酵素を取り巻く世界の状況をみ

ると、欧米の酵素メーカーが糖化酵素の市場を独

占している。これに対し BRRC は、1) 純国産技

術による糖化酵素の製造・供給プロセスの構築、

2) 酵素のオンサイト生産によるコストダウン、

3) 酵素の高機能化による差別化、の3つの視点で

研究開発に取り組んでいる。産総研の前身である

微生物工業技術研究所の研究者が単離した微生物

の遺伝子操作技術を確立し、目的とする酵素の生

産性を高めるための研究開発を進めているほか、

この微生物や酵素を必要とする場所で培養・生産

することで、酵素を含んだ培養液を糖化に用いる

という手法の開発、さらに、糖化酵素の耐熱化の

検討に酵素利用チームが取り組んでいる。 

 リグノセルロースを分解・糖化すると、セルロ

ースとヘミセルロースは分解されて糖になるが、

高分子で複雑な構造の芳香族化合物であるリグニ

ンは、分解されずにそのまま残る。リグニンはそ

の構造から分解・利用が困難で、ボイラ燃料とし

て利用されることが多かった。BRRC では一昨

年度からリグニンの分解・利用技術の研究開発に

取り組んでいる。BRRC の独自技術である水

熱・メカノケミカル・酵素糖化法で得られたリグ

ニンは、酸による変性を受けていないため、天然

の状態に近く、改変、利用が容易であるといわれ

ている。そこでこのリグニンの性状について調べ、

続いて低分子化の方法について検討している。本

研究は成分分離チームが担当している。 

 化学品原料は、糖をバイオ変換、化学変換する

ことで製造されるが、この技術はすでに確立し、

医薬品や化学品の製造に使われている。BRRC
ではすでに知られている方法よりも高い効率で化

学品原料となる物質を製造するため、酵母、大腸

菌をプラットフォームとしたバイオ変換の研究に

取り組んでいる。具体的には酵母や大腸菌の代謝

系を改変することで、さまざまな化学品原料への

変換が容易なピルビン酸、エタノール、乳酸を製

造するための基盤技術の開発に、微生物変換チー

ムが取り組んでいる。 

 一方、合成ガスを出発物質としてケミカル原料

を製造するための研究開発も行っている。合成ガ

スの成分である水素、一酸化炭素、二酸化炭素を

原料としてエタノールや乳酸を製造する微生物を

土壌から単離し、その遺伝子操作技術を確立する

ことで、目的とする物質を効率よく生産する微生

物の製造を目指して、微生物変換チームが研究を

進めている。 

② 高性能複合材料製造基盤技術の開発 

 セルロースは植物細胞の細胞壁及び繊維の主成

分で、これをナノレベルに精製したセルロースナ

ノファイバー、セルロースナノクリスタルは、製

造方法の研究開発と、用途開発が並行して進めら

れている。セルロース利用チームではセルロース

ナノファイバーをリグノセルロースから効率よく
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製造する技術を開発し、さらにその効率を高める

ための研究開発や、セルロースナノファイバーの

定量的な評価技術の開発を進めている、また複数

の民間企業と共同で、セルロースナノファイバー

を添加した高性能複合材料を試作し、その性能を

評価するとともに、用途開発も進めている。 

③ 液体燃料製造技術の開発 

 バイオマス資源から製造する液体燃料として、

BRRC では BTL プロセスによるジェット燃料製

造と、糖化・発酵プロセスによるバイオエタノー

ル製造の2つを手掛けている。前者はガス化によ

って合成ガスを製造し、触媒を用いた化学反応に

よってジェット燃料を製造するので、合成ガスプ

ラットフォーム、後者はバイオマスの糖化によっ

て製造した糖から、エタノール発酵によってエタ

ノールを製造するので、シュガープラットフォー

ムに、それぞれ分類される。 

 BTL プロセスにおけるキーテクノロジーは、

1) バイオマスのガス化技術、2) ガス化で得られ

たガスの精製技術、3) 合成ガスから Fischer-
Tropsch 反応で炭化水素を作り、さらにそれを水

素化分解反応で目的生成物にするための触媒技術

の3つである。このうちガス化技術についてはす

でに国内外で多くの研究実績があり、原料と規模

によって適用される技術が決まる。またガス精製

技術についても、採用されたガス化技術によって

適用される技術が異なるため、BRRC では

Fischer-Tropsch 反応及び水素化分解反応で用い

られる触媒の研究開発を中心に進めている。この

研究は BTL プロセスチームが担当している。 

 一方、糖化・発酵プロセスによるバイオエタノ

ール製造は、BRRC の前身のバイオマス研究セ

ンターで基盤技術の研究が進められ、一部は民間

企業によるパイロットスケールでの実証研究が行

なわれている。したがって BRRC は、民間企業

が実施する実証・実用化研究の支援、要素技術の

改良による変換効率向上並びにエネルギー消費量

低減のための要素技術の改良研究、新たなバイオ

マス資源へ技術を適用するための応用研究の3つ

に絞り、実証・実用化チームが担当している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

融合・連携推進予算（戦略予算）「産総研発バイオマス

化学の研究開発」 

 

外部資金： 

経済産業省 日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業（日米クリーン・エネルギー技術協力）「高効率バ

イオマスリファイナリーの研究開発」 

 

文部科学省 気候変動に対応した新たな社会の創出に向

けた社会システムの改革プログラム 「森と人が共生す

る SMART 工場モデル実証」 

 

文部科学省 グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレ

ンス事業（GRENE）「植物 CO2資源化研究拠点ネット

ワーク」 

 

農林水産省 新たな農林水産政策を推進する実用技術開

発事業「山側における『間伐材から機能化混練型 WPC
変換まで一貫したシステム』の実証化研究」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 セルロース系エ

タノール革新的生産システム開発事業「早生樹からのメ

カノケミカルパルピング前処理によるエタノール一貫生

産システムの開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 戦略的次世代バ

イオマスエネルギー利用技術開発事業「水熱処理とゼオ

ライト触媒反応による高品質バイオ燃料製造プロセスの

研究開発－省エネルギー・高効率水熱反応技術の開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 戦略的次世代バ

イオマスエネルギー利用技術開発事業「ABC 次世代バ

イオマス液体燃料製造システム技術の開発－スラリー層

反応による触媒寿命、ガス組成影響、生成物条件の検討

及びコンパクト液化装置、熱回収の研究開発」 

 

科学技術振興機構 地球規模課題対応国際科学技術協力

プログラム「サトウキビ廃棄物からのエタノール生産研

究」 

 

科学技術振興機構 地球規模課題対応国際科学技術協力

プログラム「ボルネオ生物多様性保全のためのパームバ

イオマスを活用した革新的グリーン産業の創出」 

 

科学技術振興機構 生体触媒要素技術開発：セルラーゼ

とリジン脱炭酸酵素の高機能化・低コスト化技術開発

（Ⅰ）－解析と改良」 

 

発 表：誌上発表45件、口頭発表42件、その他7件 

--------------------------------------------------------------------------- 
成分分離チーム 

（Ingredient Separation Research Team） 

研究チーム長：遠藤 貴士 

（中国） 

概 要： 

 リグノセルロースの酵素糖化工程の効率を高める水

熱・メカノケミカル前処理技術の開発並びに糖化残渣

からのリグニンの回収・低分子化技術の開発を行った。 
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 リグノセルロースから糖を生産するための前処理方

法は種々あるが、それぞれの技術の比較・評価はほと

んど行われていない。そこで、同じ原料サンプル並び

に酵素糖化条件における水熱・メカノケミカル前処理

技術と従来の酸、アルカリ前処理技術による酵素糖化

実験を行った。処理物に関しては水溶液中の糖の分析

を行い、さらにはそれぞれの処理法の糖化残渣中のリ

グニンの特性について検討した。 

 水熱・メカノケミカル・酵素糖化法によるリグノセ

ルロースの糖化で発生した残渣からのリグニンの回

収・低分子化の技術開発並びにその成分の特性評価を

行った。その結果、スギに関しては糖化残渣の水熱処

理により処理物中のリグニン含有率が増加すると同時

に、SEM 観察によってリグニンの形状変化が起きて

いることが分かった。また、水熱処理物の熱特性につ

いても検討し、水熱処理温度による熱特性の変化を明

らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

酵素利用チーム 

（Enzyme Research Team） 

研究チーム長：石川 一彦 

（中国） 

概 要： 

 シュガープラットフォームにおいて、リグノセルロ

ース糖化に適したセルラーゼの開発および高効率糖化

に関する研究を行った。産総研で単離されたセルラー

ゼ高生産糸状菌 Talaromyces cellulolyticus（旧名

Acremonium cellulolyticus））を使用して、そのゲノ

ム解析データを用いた遺伝子組換え技術を開発し、こ

の技術を用いて本糸状菌のセルラーゼ生産性を向上さ

せ、また本糸状菌を用いた酵素タンパク質のセルフ発

現システムの構築によって目的とするセルラーゼ酵素

群の発現・生産技術を確立した。さらに好熱菌から超

耐熱性セルラーゼ群の構造機能解析を実施し、この酵

素群も本糸状菌で大量発現させることに成功した。ま

た、耐熱性酵素の構造情報からセルラーゼを耐熱化す

るための基盤情報を入手、糸状菌セルラーゼ酵素の耐

熱化にも成功した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

微生物変換チーム 

（Bio-conversion Research Team） 

研究チーム長：星野 保 

（中国） 

概 要： 

 木質バイオマスから調製した糖化液を原料にした微

生物発酵による効率的な化学品製造には、糖化液中の

含量がグルコースに次いで高いキシロースに対する発

酵性が必要である。キシロース発酵性のない実用酵母

にキシロース発酵に係わる遺伝子導入した組換え酵母

はキシロース発酵能を有するが、その効率は本来キシ

ロース発酵性を有する他の酵母に比較して低い。組換

え酵母のキシロース発酵能向上を目的に、キシロース

発酵時の遺伝子の網羅的発現解析を行った。組換え実

用酵母は、キシロース発酵に必須なペントースリン酸

経路の遺伝子群の転写量の増加が見られず、新たに導

入した遺伝子群と既存の宿主が有する代謝遺伝子群が

うまく連動していない可能性が示唆された。 
 一方、多様なバイオマスをガス化して得られる合成

ガスを原料に微生物発酵による化学品製造には、合成

ガス資化性好熱性細菌への遺伝子導入による新たな代

謝経路の構築が必要となる。宿主となる産総研が分離

した Y72株のゲノム解析を行い、本株は TCA 回路を

構成する酵素遺伝子群にタイプ株と差があり、TCA
回路を利用した物質生産にはタイプ株よりも少数の遺

伝子で可能となることを見出した。 
研究テーマ：テーマ題目１ 

 

セルロース利用チーム 

（Cellulose Research Team） 

研究チーム長：遠藤 貴士 

（中国） 

概 要： 

 当研究センターが開発した、水熱・メカノケミカル

処理技術を基盤として、木質等のバイオマスからのリ

グノセルロースナノファイバーの製造技術、ナノファ

イバーと樹脂との複合材料化技術およびナノファイバ

ー特性評価技術に関する研究開発を行った。 

 水熱・メカノケミカル処理では、水熱処理による木

質組織の脆弱化と、湿式粉砕による解繊処理により効

率的にナノファイバーを製造することができる。ナノ

ファイバーの特性を活かして複合材料化するためには、

高含水状態で得られるナノファイバーの凝集を抑制し

て樹脂へ均一分散することが重要である。また、ナノ

ファイバーの利用性を高めるためには形状や表面状態

の評価も必要となる。 

 本年度は、種々の木質原料を用いて、ナノファイバ

ー製造効率の樹種依存性について評価を行った。また、

水熱処理では木質成分間の結合の切断により木質組織

が脆弱化する機構を明らかにした。ナノファイバーの

樹脂複合化方法として、ナノファイバーと粉末樹脂の

混合物に対し、固相状態でせん断を印加する直接複合

化手法の開発を進めた。また、ナノファイバー評価技

術では、酵素をプローブとして水晶振動子センサーを

用いた表面解析を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

BTL プロセスチーム 

（BTL Process Research Team） 
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研究チーム長：平田 悟史 

（中国） 

概 要： 

 FT 合成においては、Co/SiO2触媒に関して、共含

浸法で Co、Mn、Zr を同時に担持した Co 触媒が、

空時収率（STY）で600g/(kg-cat・h)を越え、かつ

168時間を超える活性の維持を確認した。また、

Co/Al2O3触媒に関して、触媒調製法を検討したとこ

ろ、通常の含浸法で調製した場合よりも均一沈殿法と

含浸法を組み合わせた触媒調製法により、C5+生成物

収率と CO 転化率が高くなることを見出した。水素化

分解について、水素化分解反応の原料として木質系バ

イオマス由来の FT 合成生成物（FT 合成用溶媒70%
含有）を用いた。マイクロエマルションを利用して

Pt 微粒子形成剤の種類を変えることで、Pt 担持量

0.1wt%と一定で、Pt 粒子径が2.3-47.6nm の範囲で

変化した Pt/β型ゼオライト触媒を調製した。これら

の触媒を用いて水素化分解反応特性を調べたところ、

反応温度250℃、水素初期圧1MPa、反応時間1時間に

おいて、Pt 粒子径7.6nm の場合、ジェット燃料最大

収率28.9wt%を得た。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

実証・実用化チーム 

（Demonstration and Practical Application Team） 

研究チーム長：平田 悟史 

（中国） 

概 要： 

 当研究センターでは水熱・メカノケミカル法による

前処理と酵素処理の組み合わせによるリグノセルロー

ス系バイオマスからの糖化技術の研究開発を行ってい

る。この技術に基づいて、ユーカリ、スギ、ヒノキ、

稲わら、バガス等の各種バイオマスを糖化して、セル

ロース、へミセルロース、リグニンの3成分を分離・

回収し、その収率、純度、およびプロセスの投入エネ

ルギー等の解析を行うとともに、糖化液、リグニンを

それぞれの利用技術の研究のために大規模に調製する

体制を構築した。 

またこの技術を活用して、原料処理能力日量1t の

パイロットプラントによる木質からのエタノール生産

実証が行われており、このプラントの運転データに基

づいて、実用化プロセスのシミュレーション研究を行

い、エネルギー収支、温室効果ガス排出量削減効果、

経済性の評価を実施した。 

その他、民間企業が実施するエタノール生産の実

証・実用化を支援するための研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ケミカル原料製造基盤技術の開発 

［研究代表者］平田 悟史（研究センター長） 

［研究担当者］遠藤 貴士、井上 誠一、柳下 立夫、

藤本 真司、石川 一彦、井上 宏之、

藤井 達也、渡邊 真宏、星野 保、 

村上 克治、松鹿 昭則、中島 信孝、

関根 伸浩、 

MOHD RAFEIN BIN ZAKARIA、 

片岡 未有、柳本 敏彰、木村 善一郎、

鈴木 俊宏、新 優子、諏訪 祥士、 

妹尾 薫、高橋 和香、西本 有紀、 

福田 和義、蒲池 沙織、岸下 誠一郎、

立石 能子、角井 みゆ、時藤 千歳、

西田 麻衣子、福家 成美、吉見 美穂、

根冝 香奈子、髙田 裕紀、辻 雅晴、

橋本 智代、濱田 佳子、森田 詩織 

（常勤職員12名、他26名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究はリグノセルロースを出発物質とし、化学品原

料を安価に製造するプロセス技術及び要素技術の開発を

目的としている。 

 BRRC の独自技術である水熱・メカノケミカル前処

理法を用いたリグノセルロースの成分分離に関する研究

では、水熱・メカノケミカル前処理と同一条件下で従来

の酸・アルカリ前処理並びに酵素糖化処理を行い、水溶

液中の糖成分の比較や酵素糖化後に発生する糖化残渣中

のリグニンの特性を検討した。また、水熱・メカノケミ

カル・酵素糖化処理によって発生した糖化残渣からのリ

グニン成分の回収を目的とした水熱処理・有機溶媒抽出

によって、低分子量のリグニンの回収を可能とした。さ

らに、スギを原料とした糖化残渣を水熱処理した場合の

処理温度とリグニンの形態の変化の相関を明らかにした。 
 リグノセルロースの糖化に適した純国産技術による糖

化酵素の製造・供給プロセスの構築、酵素のオンサイト

生産によるコストダウン、酵素の高機能化による差別化

のため、酵素製剤の開発および高効率糖化に関する研究

を 行 っ た 。 Talaromyces cellulolyticus （ 旧 名

Acremonium cellulolyticus）のゲノム解析データを用

いて遺伝子組換え技術を開発し、この技術を用いて本糸

状菌のセルラーゼ生産性を向上させた。さらに本糸状菌

を用いた酵素タンパク質のセルフ発現システムの構築に

よって、目的とするセルラーゼ群の発現・生産および構

造機能解析のための基盤技術を確立した。また、本糸状

菌を用い、好熱菌から得られた超耐熱性セルラーゼ群の

大量発現系を構築するとともに、超耐熱性セルラーゼ群

の立体構造を利用し、糸状菌由来のセルラーゼ酵素の耐

熱化に成功した。 

 リグノセルロース由来糖化液からバイオ変換により化

学品原料を高効率で製造するため、酵母、大腸菌をプラ

ットフォームとした技術開発では、キシロースなどの通

常酵母が資化できない5単糖に対する発酵性の付与、糖

化反応と発酵時の温度差を解消するため宿主の耐熱性や
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前処理によって生ずる阻害物質に対する耐性が求められ

る。昨年度選抜した耐熱酵母を用いてスギ、ユーカリ木

粉を原料に同時糖化発酵を行った結果、既知の実用酵母

や耐酸・耐塩酵母に比較して高温域での発酵性が高いこ

とを明らかにした。耐酸・耐塩酵母の DNA ライブラリ

ーを作成し、これを実験室酵母に導入し、酸耐性に係わ

る遺伝子の探索を行った。探索の結果、実験室酵母では

細胞壁に存在する遺伝子をホモローグ遺伝子導入するこ

とにより、通常、実用酵母が増殖できない pH 2におい

ても生育可能な耐酸性株を取得した。この株は pH 2.5、
7.5% Na2SO4の強酸・高塩濃度の条件下でも耐性を示し

た。また、組換え大腸菌を用い、バイオマス由来の化合

物が遺伝子組換え体の維持や遺伝子発現に必須となる安

価な遺伝子組換え発酵法を開発し、ピルビン酸、イソブ

タノール、2, 3-ブタンジオールなどの効率的な生産を

確認した。 

 一方、合成ガスを出発物質とする発酵法によるケミカ

ル原料の製造を目的とした研究開発では、合成ガス成分

である水素、一酸化炭素、二酸化炭素を利用する微生物

を用いた遺伝子操作技術の確立が必要である。昨年度、

分離した形質転換効率の高い合成ガス資化性好熱性細菌

に乳酸合成遺伝子を導入し、乳酸合成に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リグノセルロース、糖化酵素、バイオ変

換 

 

［テーマ題目２］高性能複合材料製造基盤技術の開発 

［研究代表者］遠藤 貴士（セルロース利用チーム） 

［研究担当者］遠藤 貴士、岩本 伸一朗、石黒 真希、

山本 茂弘、熊谷 明夫、武 龍、 

北浦 敦志、谷岡 拓弥、下地 良平、

妙見 夕佳（常勤職員2名、他8名） 
［研 究 内 容］ 

 地球環境保全等の観点から、木質系バイオマスの利活

用技術開発においては、バイオエタノール等エネルギー

転換技術とともにマテリアルとしての利用が重要である。

木質の主要成分はセルロース、ヘミセルロース、リグニ

ンであるが、木質中でセルロース分子はミクロフィブリ

ルと呼ばれるナノサイズの超微細繊維を形成している。

この超微細繊維は、セルロースナノファイバー（ナノセ

ルロース）とも呼ばれ、その強度は鋼鉄の5倍でありな

がら比重は5分の1という軽量・高強度の特性を持ってい

る。本テーマでは、木質からの直接的ナノファイバー製

造技術および得られたナノファイバーの特性を活用して、

汎用プラスチック以上の性能を発揮する高性能複合材料

製造基盤技術の開発を目指している。 

 木質系バイオマスからのナノファイバー製造では、当

研究センターで開発した水熱・メカノケミカル処理を基

盤技術としている。木質組織は、ナノファイバーが集

合・積層した構造であり、適切な方法で解繊すればナノ

ファイバーが製造できる。しかしながら、木質はセルロ

ース等の成分が複雑に積層した強靱なナノ構造体である

ため、ナノサイズへほぐすのは容易ではない。水熱・メ

カノケミカル処理では、最初に木質を100℃以上の加圧

熱水を用いて水熱処理することにより、ヘミセルロース

等の成分を部分的に加水分解する。この処理により木質

組織は脆弱化する。次に、ディスクミル等を用いて機械

的に湿式粉砕することで、木質組織は効率的にナノファ

イバーにほぐされる。しかし、ナノファイバーの製造に

おいては水が必須であるため、生成物は高含水スラリー

として得られる。ナノファイバーをポリプロピレン等の

疎水性の樹脂と複合化するためには、水を除去する必要

があるが、単純な加熱乾燥等ではナノファイバーは強度

に凝集し、利用性が著しく低下する。 

 本年度は、ヒノキ等を原料として、ディスクミルを用

いて直接的にナノファイバーを製造した。このナノファ

イバーはリグニンやヘミセルロース等の木質成分を含有

したリグノセルロースナノファイバーである。得られた

ナノファイバーについては、ポリプロピレン等の樹脂と

の複合材料化手法の開発を進めた。また、ナノファイバ

ーの表面状態評価についても研究を進めた。 

 高含水状態のナノファイバーを溶融した樹脂に直接混

合すると、急激に水が蒸発してナノファイバーが凝集し、

補強効果が著しく低下する。これまでに、低融点樹脂を

用いて凝集を抑制しながら脱水・複合化を行うマスター

バッチ法の効果を明らかにしてきた。本年度は、粉末化

した汎用樹脂にナノファイバーを直接的に複合化する固

相せん断法について研究を進めた。その結果、高含水ナ

ノファイバーにおいても直接樹脂に均一分散でき、強度

物性に優れた複合材料が製造できることを明らかにした。

また、高純度パルプから製造したセルロースナノファイ

バーと木質から直接的に製造したリグノセルロースナノ

ファイバーの樹脂補強効果を比較した結果、同一の複合

化量では、セルロース含有率が低いにもかかわらず、リ

グノセルロースナノファイバーは十分に高い補強効果を

発現することが示された。 

 水熱・メカノケミカル処理による木質からの効率的ナ

ノファイバー製造方法として、水熱処理時のアルカリ添

加効果についても研究を進めた。その結果、アルカリと

して水酸化ナトリウムや水酸化カルシウムを用いること

で、リグニンとヘミセルロース間等のエステル結合が切

れ、木質組織が脆弱化して、湿式粉砕処理により効率的

にナノファイバー化が進行することが明らかとなった。 

 リグノセルロースナノファイバーでは、セルロース表

面にリグニンやヘミセルロースが存在している。そのた

め、効果的な利用技術を開発するには、ナノファイバー

の表面状態の把握が必要となる。これまでリグノセルロ

ースナノファイバーを用いてセンサーを作製し、水晶振

動子マイクロバランス法により、酵素の吸着・分解挙動

を解析できることを明らかにした。本年度は、木質成分
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組成を変化させたリグノセルロースナノファイバーを用

いてセンサーを作製し、酵素をプローブとしてその反応

挙動から表面状態の解析を進めた。その結果、180℃以

上の高温で水熱処理した場合には、リグニン変性物が再

析出して、表面を覆っていることが示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナノセルロース、リグノセルロース、複

合材料 

 

［テーマ題目３］液体燃料製造技術の開発 

［研究代表者］平田 悟史（BTL プロセスチーム、実

証・実用化チーム） 

［研究担当者］平田 悟史、花岡 寿明、宮澤 朋久、

志村 勝也、矢野 伸一、滝村 修、 

横山 英幸、野坂 佳加、新谷 紀子、

土肥 康浩、時藤 千歳、住広 匡謙、

岩本 光一（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 BTL プロセスの中で、Fischer-Tropsch 合成および水

素化分解の各工程において高性能な触媒の開発を目的と 
する。FT 合成においては、①担体として SiO2および

TiO2を用いた Co 触媒の高性能化、水素化分解において

は、②Pt 触媒を用いた FT 生成物からジェット燃料の

製造について検討を行った。 
 ①について、ラボスケールのスラリー層流通式反応装

置を用い、Co 触媒の性能を評価した。担体として、

SiO2は CTL（Coal to Liquid）および GTL（Gas to 
Liquid）の商業プロセスで用いられており、TiO2は安

価、安定であり、構造を制御する方法が確立しているた

め、研究対象として取り上げた。Co/SiO2触媒に関して、

添加金属として Zr（8 wt%）および Mn（1 wt%）の添

加が有効であり、Co、Mn、Zr を共含浸法により同時

に担持すること、他の添加金属、添加方法により調製し

た Co 触媒と比較し、CO 転化率が高く、かつ30時間活

性が維持されることを見出した。また、Co/TiO2（ルチ

ル相）触媒に関して、添加金属として Ca（0.8 wt%）

を添加した場合、異なる相を持つ担体や他の金属を添加

した Co 触媒と比べて、高い CO 転化率および炭素数5

以上の炭化水素選択性を得た。なお、Co-Mn-Zr/SiO2触

媒と比較し、性能は低いものの、助触媒である Ca が安

価であり、還元処理温度が100℃低いという利点があっ

た。 
 ②については、オートクレーブを用い、石油化学工業

で用いられている水素化分解用触媒である Pt 触媒につ

いて、FT 生成物のモデル物質（C28H58および C36H74）

を用いて担体のスクリーニングを行った。その結果、ベ

ータタイプゼオライトを用いることで、両モデル物質を

用いた場合とも高いジェット燃料収率を得た。さらに

C36H74を用いて、Pt 担持量、反応温度、水素圧力がジ

ェット燃料製造に及ぼす影響を検討し、Pt 担持量0.1 

wt%、反応温度250℃、圧力0.9 MPa の場合、最も高い

ジェット燃料収率を得た。 
 糖化・発酵プロセスによるリグノセルロース系バイオ

マスからの液体燃料生産については、水熱・メカノケミ

カル法による前処理と酵素処理の組み合わせによる糖化

と、得られた糖化液の発酵によるエタノール製造技術の

研究開発を行った。 

今年度はこの技術に基づいて、世界最大のサトウキビ

生産国であるブラジルでの実用化に資するために、ブラ

ジル産バガスを糖化し、これを発酵することでエタノー

ルを生産する実験を1kg のバッチスケールで行った。発

酵にはブラジルで既に工業的に使用されている酵母株を

用いるため、バガスに多量に含まれるキシロースからの

発酵はできない条件であったが、セルロースの糖化によ

り得られたグルコースの発酵により、バガス1kg から

176ml のエタノールが得られ、前処理からエタノール発

酵までの一貫プロセスによるバガスからのエタノール生産を

実証することができた。 
 バイオエタノール製造プロセスにおける LCA 解析の

研究においては、民間企業と共同で実施している原木の

栽培からエタノール生産までの一貫プロセスの研究開発

において、パイロットプラント運転による実データに基

づいてプロセスシミュレーションを行った。その結果、

経済性については、植林の集中型、分散型と、エタノー

ル工場の独立型、パルプ工場併設型、の組み合わせによ

る4つのケースの解析により、それぞれのコスト計算を

行った。また残渣を燃焼することによりエネルギー自立

型のプロセスを構築でき、「バイオ燃料技術革新計画」

の数値目標である「エネルギー収支2.0以上｣および「対

ガソリン比 CO2排出量5割以上削減」を達成できること

を示した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオエタノール、バイオジェット燃料、

BTL プロセス 

 

⑧【触媒化学融合研究センター】 
（Interdisciplinary Research Center for Catalytic 
 Chemistry） 

（存続期間：2013.4.1～2020.3.31） 

 

研究センター長：佐藤 一彦 

副研究センター長：浅川 真澄 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：19名（19名） 

経 費：444,245千円（138,672千円） 

 

概 要： 

１．ミッション 

 触媒は、化学品製造技術の要であり、グリーン・
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イノベーションを通じた持続可能社会構築に向けた、

キーテクノロジーの一つである。そこで、以下の3

つの観点から、革新的な触媒を利用した、機能性化

学品の製造技術に関する研究を進める。 

●省エネルギー：反応温度の低下、反応時間の短縮 

●選択性の向上：副生成反応物の低減、分離エネル

ギーの低減 

●レアメタルの大幅な削減：貴金属触媒からの転換 

具体的には、「ケイ素化学技術」「革新的酸化技

術」「官能基変換技術」「触媒固定化技術」の4つの

戦略課題に取り組む。石油化学由来の機能性化学品

製造技術は、酸化技術、還元技術、炭素結合制御技

術、官能基変換技術（機能付加技術）、に大別でき

る。また、ケイ素化学技術は、石油化学由来の化学

品製造技術とは別な体系を持つ。当該研究センター

では、石油化学由来の製造技術のうちの2つと、ケ

イ素化学技術、更にはこれらの技術の共通基盤とな

る分子触媒の固定化・リサイクル技術に取り組むこ

とで、多くの機能性化学品製造に適応できる技術を

開発する。 

 固体触媒、分子触媒、酵素など、広範な分野にま

たがる触媒技術を、機能を発現する構造の観点から

捉え直し、体系的に整理することでイノベーション

を起こすため、産総研の触媒技術者、酵素技術者や

微生物活用技術者が加わる分野融合型の研究会を主

催する。 

 研究の発想段階から企業ニーズを意識した触媒開

発を行うため、研究支援チームを作り、研究開発初

期から企業や業界との情報交換を通じて、企業ニー

ズの把握や業界の動向把握を行う。従来、研究者の

自由な発想から得られたシーズ技術を元に、企業と

マッチングさせて共同研究を行っているが、それに

比べて実用化の成功率の大幅向上が期待される。 

 

２．戦略課題への取り組み 

(1) ケイ素化学技術 

  未来開拓研究 PJ の中で、砂からの有機ケイ素

原料製造プロセス、および有機ケイ素原料からの

高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発を行

い、有機ケイ素材料の性能向上・新機能発現、大

幅なコストダウンの達成を目指す。 

(2) 革新的酸化技術 

酸素や過酸化水素水など、クリーンな酸化剤を

利用した酸化技術について、新規触媒の設計、触

媒の機能化（反応活性、選択性、および耐久性の

向上）、を通して酸化技術の拡充・深化を図り、

実用的プロセス構築によって、多様な高機能化学

品製造への展開を進める。 

(3) 官能基変換技術 

触媒反応による官能基変換・制御・付加技術を

駆使して、セルロースに代表される生物由来原料

や二酸化炭素に代表される難反応性原料および含

ヘテロ元素化合物からの有用化学品合成反応の開

発、および官能基変換技術を応用した高機能部材

開発に取り組む。 

(4) 触媒固定化技術 

触媒分離・リサイクルの容易性、触媒成分の製

品への混入抑制、連続流通反応による生産といっ

た観点から、不均一系触媒による精密合成技術の

開発が望まれている。様々な機能性化学品を高効

率かつ低環境負荷で製造するための分子触媒の固

定化・リサイクル技術の開発に取り組む。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省化学課 産業技術研究開発 革新的触媒によ

る化学品製造プロセス技術開発プロジェクトのうち有機

ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業研究

成果最適展開支援プログラム(A-STEP)(本格研究開発)

ハイリスク挑戦 化学的アプローチによるセルロースか

らの乳酸合成および誘導体化 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）リサイ

クル可能な新規均一系金属錯体触媒の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 温度に

応じて金属錯体を着脱する固定化触媒の開発 

 

発 表：誌上発表33件、口頭発表61件、その他6件 

--------------------------------------------------------------------------- 
ケイ素化学チーム 

（Silicon Chemistry Team） 

研究チーム長：島田 茂 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当チームは、有機合成化学、触媒化学、有機金属化

学、錯体化学、ヘテロ元素化学等の有機・無機合成化

学技術を中心とした諸分野のポテンシャルを併せて、

当センターの中核的研究課題の1つである「ケイ素化

学技術」の開発を中心に推進している。具体的には、

1) 有機ケイ素機能性化学品のための触媒技術開発、

2) 触媒関連基盤技術開発の2つの課題に取り組んでい

る。1つ目の課題については、①有機ケイ素原料を現

状より格段に低エネルギー・低コストで製造する革新

的な触媒技術の開発、②高機能有機ケイ素材料開発に

繋がる高度構造制御触媒技術や白金代替触媒技術等に

取り組んでいる。2つ目の課題「触媒関連基盤技術開

発」については、将来の種になるような触媒開発に関

連する有機金属、錯体、ヘテロ元素、材料技術等にお
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ける挑戦的なテーマや産総研の独自性の高いテーマに

取り組んでいる。  

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

革新的酸化チーム 

（Innovative Oxidation Team） 

研究チーム長：佐藤 一彦 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当チームでは、有機合成化学・触媒化学・錯体化学

を基盤技術として、従来にない高効率且つ高選択的な

触媒を創製し、高機能な化学品を製造でき且つ環境に

やさしい酸化反応を開発している。開発したクリーン

酸化技術は環境負荷の高い重金属類が排出されず有機

溶媒の使用量を極小化しているため、当センターの戦

略課題である「環境負荷物質の排出を極小化する反

応・プロセス技術」の推進に貢献している。具体的に

は、過酸化水素を用いることで、反応後の廃棄物が水

のみ且つ塩素フリーな方法で酸化する技術を推進して

いる。特に高機能な触媒を用いる過酸化水素酸化技術

を開発することにより、電子材料として有用なエポキ

シやカルボン酸を含む新規機能性材料を、実用化可能

なレベルで製造できる方法の開拓に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

官能基変換チーム 

（Functional Group Transformation Team） 

研究チーム長：富永 健一 

（つくば中央第5） 

概 要： 

物質が持つ様々な特性や機能は、その物質を構成す

る分子の骨格と官能基により発現する。それらの骨格

や官能基を変換したり、新たな官能基を付加すること

により、物質に新たな機能を与え、有用な化学品を合

成することが可能になる。 

 当チームは、触媒反応による官能基変換・制御・付

加技術を駆使して、当センターの中核的課題の一つで

ある「官能基変換技術」の開発に取り組んでいる。具

体的には、(1)セルロースに代表される生物由来原料

からの有用化学品合成、(2)小分子の付加による機能

性化学品合成、および(3)官能基変換技術を応用した

高機能部材開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

ヘテロ原子化学チーム 

（Heteroatom Chemistry Team） 

研究チーム長：韓 立彪 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 機能性化合物は、ハイテク産業を支える鍵物質であ

る。当グループでは、ヘテロ元素資源の有効利用とよ

り機能性の高い材料の創出を目指して、リン・イオ

ウ・ケイ素・ホウ素等の各種機能性ヘテロ元素化合物

の省エネルギー・省資源・環境保全型製造法の開発か

ら、含ヘテロ元素機能性材料の試作までの一貫した研

究を行っている。具体的には、触媒手法を用いた機能

性リン化合物・機能性イオウ化合物の高効率合成法の

開発と、リン・イオウ・ホウ素・ケイ素系機能性材料

の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

触媒固定化設計チーム 

（Catalyst Design Team） 

研究チーム長：安田 弘之 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当チームでは、化学プロセスにおける廃棄物の更な

る低減、エネルギー効率の一層の向上、循環型資源へ

の原材料転換を目指し、その実現のためのキーテクノ

ロジーである触媒の分子・原子レベルでの設計・開発

を行っている。具体的には、当センターの4つの中核

的課題の中の「触媒固定化技術」に主として関与する

中で、触媒の分離・リサイクルを容易にし、触媒成分

の製品への混入を防ぐための分子触媒の固定化・リサ

イクル技術や、触媒の低コスト化、省資源のための貴

金属代替・省量化技術の開発に取り組んでいる。また、

二酸化炭素からの有用化学品製造技術や有機ケイ素化

学品の高効率製造技術の開発も合わせて行っている。

研究開発のキーワードは、高効率（高活性、高選択

性）、高品質（残留金属低減、ノンハロゲン）、低環境

負荷（E-ファクター低減）、再生可能資源（二酸化炭

素、ケイ砂）利用等である。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３、テーマ題目

４ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ケイ素化学技術 

［研究代表者］島田 茂（ケイ素化学チーム） 

［研究担当者］島田 茂、佐藤 一彦、浅川 真澄、 

清水 政男、中島 裕美子、 

五十嵐 正安、八木橋 不二夫、 

江口 勝哉、石原 吉満、山下 浩、 

安田 弘之、崔 準哲、深谷 訓久 

（常勤職員13名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 シリコーンに代表される有機ケイ素材料は、耐熱性、

耐候性、耐光性、高光透過性、耐寒性、離型性等の様々

な優れた特性を有しており、他の材料では代替できない

材料として極めて広範な分野において利用されている。

また、その原料は岩石や砂としてどこにでも多量に存在

しているが、製造規模は有機材料に比べはるかに小さい。
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その理由として、中間原料の製造に多量のエネルギーが

必要であることや、高性能材料開発に欠かせない触媒技

術の開発が有機材料に比べ大きく遅れていることなどが

挙げられる。そこで、本テーマでは、以下の2つの研究

課題に取り組むことにより、有機ケイ素材料の性能向上、

新機能発現とともにコストダウンを達成し、エネルギー

関連部材・電子機器用部材をはじめとする高性能・高機

能部材開発を通して、有機ケイ素部材の市場拡大に繋が

る基盤技術の開発を行っている。 

（砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発） 

 本課題では、有機ケイ素原料製造における大幅な省エ

ネルギーの達成を目標に、砂から金属ケイ素を経由せず

に有機ケイ素原料を製造するための触媒技術開発を行う。

具体的には、ケイ砂を効率的に反応させるための処理方

法の検討や不純物の影響の解析等、触媒の中心元素の種

類や配位子構造の検討等を行う。更に、温度や反応媒体

等の反応条件についても検討する。なお、これらを複数

の反応経路を想定して実施する。 

 平成25年度は、主に以下の4点について検討を行った。

①炭酸ジアルキルを経由するアルコキシシランの製造方

法について、SiO2の前処理方法、触媒の種類と量、反

応時の導入ガスの圧力、反応温度、反応媒体等の反応条

件を検討し、テトラアルコキシシランの収率を向上でき

る条件を見出した。②水素を還元剤としてアルコキシシ

ランやハロシランのケイ素− 酸素結合やケイ素－ハロゲ

ン結合をケイ素－水素結合に変換するため、触媒の中心

元素の種類や配位子構造、添加剤の種類や溶媒、温度、

圧力等の反応条件を検討し、一部の基質に対して有効な

触媒反応系を見出した。③高活性ケイ素化学種を経由し

た有機ケイ素原料製造法の開発に関して、高活性ケイ素

化学種を発生させ反応を検討するための装置の設計・作

製を完了した。また、理論化学計算により高活性ケイ素

化学種と各種反応基質との反応を検討し、実験的検討を

行う際に重要となる反応条件等についての知見を得た。

④その他、候補となり得る反応について技術調査を継続

し、検討対象となりうる反応についての情報を得た。 

（有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロ

セス技術開発） 

 本課題では、有機ケイ素原料から高機能有機ケイ素部

材を製造するため、現行の白金触媒を代替する非金属系

等の触媒や有機ケイ素部材の高度な構造制御を可能とす

る触媒等の研究開発を行う。具体的には、複数の高機能

有機ケイ素部材を想定し、触媒の活性中心元素や配位子

構造の検討等を行い、更に触媒反応のシミュレーション

を実施する等、触媒の高活性化や反応の高効率化を検討

する。 

 平成25年度は、主に以下の3点について検討を行った。

①ケイ素－炭素結合形成技術においては、ヒドロシリル

化用触媒に関して、中心元素の種類や配位子構造および

ヒドロシランやオレフィンの構造が反応に与える影響を

検討し、触媒構造と反応基質の適切な組み合わせに関す

る指針を得た。②ケイ素－酸素結合形成技術においては、

選択的にケイ素－酸素結合を形成できる反応の開発に関

して、金属触媒や有機触媒等を用いた検討を引き続き行

い、触媒構造や反応条件が生成物の構造に与える影響を

幅広く探索し、選択的にアルコキシシランを合成可能な

触媒等を見出した。クロスカップリング反応に関しては、

遷移金属触媒等を用いた検討を引き続き行い、中心元素

の種類や反応媒体等の反応条件が触媒反応効率や選択性

に与える影響を調べ、今後の検討に有用な情報を得た。

③ケイ素－ケイ素結合形成技術においては、脱水素カッ

プリング反応に関して、触媒の金属元素、構造、反応温

度、反応時間、触媒濃度、反応基質濃度を変えて検討を

行い、有機ヒドロシランの反応において低分子量の高次

シランを高選択的に生成する触媒を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ケイ素材料、機能性材料、貴金属触媒、

卑金属触媒、固体触媒、省エネルギー 

 

［テーマ題目２］革新的酸化技術 

［研究代表者］佐藤 一彦（革新的酸化チーム） 

［研究担当者］佐藤 一彦、清水 政男、今 喜裕 

（常勤職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

酸化反応は、石油化学製品製造の最も基本的なプロセ

スの一つであり、全化学プロセスの30%を占めると言わ

れ、工業的に最重要な反応である。しかし、これまでの

反応は、酸化剤に起因する廃棄物による環境への負荷が

大きく、今後クリーンな酸化剤を使用することによる環

境低負荷なプロセスへの転換が喫緊の課題である。本研

究テーマでは、反応後に排出される廃棄物が水のみであ

り、有効酸素含有率も高い過酸化水素を用いる酸化技術

の開発を行う。過酸化水素は紙・パルプの漂白、殺菌、

半導体洗浄などに用いられ、消毒薬としてもなじみが深

い。産業においてもヒドラジン、カテコール、ナイロン

原料、樹脂原料など石油からの基礎化学品製造に使用さ

れている。一方で、医薬品や電子材料など高機能化学品

の製造にはほとんど使用されていない。これは過酸化水

素の酸化力があまり高くなく、高機能化学品製造に適用

できるレベルでの選択性や反応効率が達成されていない

ためである。本テーマでは、過酸化水素の選択性や反応

効率を飛躍的に向上させる触媒を新規に開発することに

より、医薬品や電子材料などの高付加価値品をクリーン

に製造する技術を開発し、日本の産業競争力を向上させ

ることを目的としている。 

近年、本テーマの推進により、半導体封止材用途の二

官能エポキシ化合物や鉄を触媒に用いるスチレンオキシ

ドの製造法開発に成功している。これら成果により、レ

アメタルを用いない鉄によるエポキシ化反応が可能にな

り、工業品のエポキシ化にも対応可能となってきた。今
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年度は、回収再使用可能な触媒を用いる硫黄化合物の選

択酸化技術、ラジカルポリマーのクリーンな合成方法に

ついての結果を報告する。 

（硫黄化合物の選択酸化反応） 

スルフィドに代表される硫黄化合物を過酸化水素と新

規触媒を用いて酸化し、高選択的にスルホキシドを合成

する技術を開発した。スルホキシドは硫黄に酸素が一つ

結合した構造で、医薬品原料や殺虫剤などに使用される

中間体の主骨格であり、穏和な条件下で合成する必要が

ある。チタンとケイ素と酸素からなる無機の材料、チタ

ノシリケートを触媒に用い、スルフィドからスルホキシ

ドを穏和な条件下、有機溶媒を用いずに合成する技術を

開発した。骨格中に規則的に大きな穴をあけたチタノシ

リケートを使用することにより、様々なスルホキシドが

収率90%以上で合成できることを確認した。触媒は回収

再使用が可能であり、5回回収再使用しても活性は低下

せず高効率にスルホキシドが得られた。 

（ラジカルポリマーの製造） 

ラジカルポリマー、特に窒素－酸素結合にラジカルが

付加したニトロキシドポリマーは、電子の受け渡しが容

易な高分子材料として次世代機能性化学品の使用が期待

されている。これまでは有機過酸を用いて合成されてき

たが、反応後の廃棄物として大量の有機酸が発生し、ま

た反応時の爆発危険性が高く、より安全でクリーンな製

造法の開発が望まれていた。今回、過酸化水素を酸化剤

に用い、タングステンを主とする新規触媒系に最適な有

機溶剤を組み合わせ、爆発危険性、酸素の発生量が極小

化されたクリーン酸化プロセスを開発した。反応時間を

従来の1/3以下、酸素の発生量を従来の1/10以下にする

ことに成功し、ラジカルポリマーを変換率95%以上で製

造することが出来た。パイロットプラントでの試作では、

数十キログラムのラジカルポリマーの取得を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］選択酸化、過酸化水素酸化、遷移金属触

媒 

 

［テーマ題目３］官能基変換技術 
［研究代表者］富永 健一（官能基変換チーム） 

［研究担当者］富永 健一、今野 英雄、根本 耕司、

韓 立彪、内丸 祐子、山下 浩、 

安田 弘之、坂倉 俊康、藤田 賢一、 

小野澤 俊也、崔 準哲 
（常勤職員11名、他17名） 

［研 究 内 容］ 
物質を構成する分子の骨格変換や官能基付加は、物

質に新たな機能を与え、有用な化学品を合成することを

可能にする。今日、有機合成反応技術は高度なレベルに

達しているが、高性能・高機能部材をさらに高効率かつ

省資源なプロセスにより製造するための触媒開発が望ま

れている。本テーマでは、(1)セルロースに代表される

生物由来原料からの有用化学品合成、(2)小分子の付加

による機能性化学品合成、(3)ヘテロ元素系反応技術お

よび(4)官能基変換技術を応用した高機能部材開発に取

り組んでいる。今年度の進捗の概要は下記の通り。 

（生物由来原料からの有用化学品合成） 

 レブリン酸はセルロース系バイオマスから合成可能な

化学品の中でも、燃料、基本化学品、機能性化学品の中

間体として利用可能であり、基幹物質として高いポテン

シャルを有している。これまで、ルイス酸とブレンステ

ッド酸を組み合わせた触媒系がメタノール中で高効率に

セルロースからのレブリン酸エステル合成に作用するこ

とを見い出してきたが、今年度は同様の触媒設計指針に

基づき、水中でセルロースから高効率にレブリン酸を合

成する触媒系を開発することに成功した。 

（小分子の付加による機能性化学品合成） 

二酸化炭素からの化学品製造について、今年度は、

市販の含窒素複素環カルベンを触媒として用いることに

より、2-プロパノール中二酸化炭素を用いたプロパルギ

ルアミンのカルボキシル化－環化反応が進行し、反応温

度を選択することにより、対応する2-オキサゾリジノン

が収率よく得られることを見出した。芳香族アミンと二

酸化炭素からの芳香族ウレタン合成について検討を行い、

アニリンを原料に収率80%以上で対応するウレタンを得

ることに成功した。また、2,4-ジアミノトルエンを用い

ても、同様に芳香族ウレタンの合成が可能であった。ま

た、二酸化炭素をより反応性の高い一酸化炭素に変換す

る触媒の開発を行い、従来触媒よりもルテニウムの使用

量を75%削減しかつ同等の活性を持つ触媒系を開発し、

その反応機構を明らかにした。 

（ヘテロ元素系反応技術） 

 触媒反応による P(O)H 化合物の立体特異的付加反応

を見い出し、キラルリン化合物の簡便かつ E－ファクタ

ーの低い合成法を開発した。また得られたキラルリン化

合物を配位子とする不斉水素化反応を開発した。 

（高機能部材開発） 

有機エレクトロルミネッセンス（EL）素子の発光材

料として用いることが可能な発光性金属錯体材料の開発

を行った。これまで有機 EL 用発光材料として、2－フ

ェニルピリジン系イリジウム錯体が活発に研究されてい

るが、本研究では新規骨格の2－フェニルピリミジン系

イリジウム錯体が室温下溶液中で強い発光を示すことを

見出し、有機材料として非常に高いポテンシャルを有す

ることを明らかにした。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］バイオマス、二酸化炭素、キラルリン化

合物、有機 EL 素子 
 

［テーマ題目４］触媒固定化技術 

［研究代表者］安田 弘之（触媒固定化設計チーム） 

［研究担当者］安田 弘之、坂倉 俊康、高橋 利和、
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藤田 賢一、小野澤 俊也、崔 準哲、

深谷 訓久（常勤職員7名、他12名） 
［研 究 内 容］ 
高度部材産業を支える情報電子材料や医薬品中間体な

どの機能性化学品を省エネルギー、省資源かつ低環境負

荷で製造するための技術開発がますます重要になりつつ

ある。機能性化学品の合成には多くの場合、高い活性・

選択性を有し、分子設計が比較的容易な錯体触媒などの

分子触媒（均一系触媒）が用いられる。一方で、触媒分

離・リサイクルの容易性、触媒成分の製品への混入抑制、

連続流通反応による生産といった観点から、不均一系触

媒による精密合成技術の開発が望まれている。本テーマ

では、様々な機能性化学品を高効率かつ低環境負荷で製

造するための分子触媒の固定化・リサイクル技術の開発

および触媒の低コスト化、省資源のための貴金属代替・

省量化技術の開発を行っている。 

平成25年度は、ポリスチレン樹脂を担体とした固定化

含窒素複素環カルベン-金錯体および両親媒性デンドリ

マーコア部固定化含窒素複素環カルベンを新規に合成し、

ベンゾイン反応やアミン類のカルボニル化-環化反応に

おける水中での触媒活性を明らかにした。触媒成分の担

体への吸着と液相への溶出を温度によって制御できる触

媒の開発を目指し、有機修飾を施したシリカとクラウン

エーテル誘導体とからなる触媒系を合成した。この触媒

系の有機溶媒中の挙動を UV スペクトルで観察した結

果、クラウンエーテル誘導体は20℃ではほとんど有機修

飾シリカ上に吸着しており、100℃では半分程度溶出す

ることが確認された。また、ハロゲン交換反応を例に濾

過による触媒の回収再利用に成功した。固体表面にキラ

ルな反応場を構築することにより、分離が容易で、繰り

返し利用できる不斉触媒の開発を目指し、ビナフトール

-チタン錯体をシリカに固定化した触媒を合成した。ケ

トンの不斉ヒドロシリル化反応への適用を試みたが、均

一系触媒と同等の活性、不斉選択性を得るには至らなか

った。固体 NMR を利用した固定化分子触媒の構造解析

に関して、フッ素を含有する固定化分子触媒の分析に際

して19F-13C CPMAS の適用を実現するための条件探索

を行い、最適条件を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］固定化触媒、シリカ、デンドリマー、 

不斉合成、固体 NMR 
 

⑨【再生可能エネルギー研究センター】 
（Renewable Energy Research Center） 

（存続期間：2013.10.1～2017.3.31） 

 

研究センター長：大和田野 芳郎 

副研究センター長：古谷 博秀 

総 括 研 究 主 幹：安川 香澄 

 

所在地：福島再生可能エネルギー研究所 

人 員：17名（17名） 

経 費：449,276千円（197,735千円） 

 

概 要： 

１．ミッションと目標 

 再生可能エネルギー研究センターは、政府の「東

日本大震災からの復興の基本方針」及び「福島復興

再生基本方針」を受けて設立された、福島再生可能

エネルギー研究所における唯一の研究ユニットであ

り、そのミッションは、「世界に開かれた再生可能

エネルギー研究開発の推進」及び「産業集積と復興

への貢献」としている。 

 また当研究センターでは、第3期中期計画に基づ

く「研究戦略」の「I グリーン・イノベーションの

推進戦略」の第一課題である「I-1 再生可能エネル

ギー技術」の研究開発を担当する。また、分野別研

究推進戦略では、環境・エネルギー分野重点課題

「再生可能エネルギー」、地質分野重点課題の「地

圏の資源と環境」中の「地下水・地熱資源ポテンシ

ャル評価」を担当する。 

２．研究開発の方針 

 上記目標と中期計画を実現するために、再生可能

エネルギーの大量導入の早期実現に向けて解決すべ

き以下の技術を戦略的研究課題として設定し、これ

らの研究課題を企業、大学等と共同で進めていく。 

・再生可能エネルギーの大量導入のための新システム

統合技術 

・太陽光発電の高効率化・低コスト化技術 

・地熱・地中熱の適正利用技術 

  「再生可能エネルギーの大量導入のための新シス

テム統合技術」に関しては、時間的に大きく変動す

る太陽光発電や風力発電の出力を水素キャリア等の

貯蔵技術を利用して需要とマッチングさせると共に、

商用電力系統との円滑な連系を可能とする。 

 「太陽光発電の高効率化・低コスト化技術」に関

しては、未だに高い太陽光発電の発電単価を大幅に

低減することにより導入を加速する。 

 「地熱・地中熱の適正利用技術」に関しては、地

熱発電や地中熱利用に関して高度な地熱モニタリン

グ技術と精確なデータマップを提供し、環境に適合

した適切な導入を支援する。 

 以上3つの研究課題を、国内及び世界の主要な研

究所・拠点と連携し、世界最先端の再生エネルギー

の研究開発を行うと共に、福島県等の東北被災県の

企業、大学、公設試等とも連携することにより、再

生可能エネルギー産業集積を促進し復興に貢献する。 

 これら3つの研究課題を解決するため、具体的に

次の6つの研究開発を重点的に進める。 

(1) 再生可能エネルギーネットワーク技術 
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 時間的に大きく変動する再生可能エネルギーの高

密度の大量導入に必要な、様々な貯蔵技術を活用し

たエネルギーネットワークを構築し、エネルギー需

要とのマッチングや電力系統との円滑な連系を可能

とする技術を開発・実証する。最終的には、福島拠

点において再生可能エネルギーによる100%のエネ

ルギー自給を実証する。また、電力変換器や電力貯

蔵等の新技術の性能評価及び国際標準化、ICT 技

術を活用した高精度広域発電量予測技術の開発も行

う。 

(2) 水素キャリア製造・利用技術 

 太陽光・風力発電等の変動電源から水素キャリア

（有機ハイドライド、アンモニア等）を製造するこ

とにより、変動する再生可能エネルギーを大量貯

蔵・輸送し、高効率で利用するシステム技術を開

発・実証する。システムの中心となるコジェネエン

ジン技術では、燃料の80%を再生可能エネルギー由

来の水素に置き換えられる技術を確立する（現状技

術の水素割合20%）。また残りの20%の燃料につい

て、現状は軽油を使用しているが、燃料利用の高度

化技術によりバイオマス燃料比率を高める。最終的

には全ての燃料を再生可能エネルギー由来（水素

80%／バイオマス燃料20%）とするコジェネエンジ

ンの実現を目指す。 

(3) 高効率風車技術及びアセスメント技術 

 ナセル搭載 LIDAR による発電量向上・長寿化技

術 を 確 立 し 、 発 電 量 を 現 在 の 1MW あ た り

1.75GWh から5%以上増加し、風車寿命を現在の約

20年から5～10%程度延ばすことを目指す。また、

数値モデルと各種計測技術を統合した高精度サイト

アセスメント技術を開発し、風力発電の年間発電量

を高精度（誤差±5%以下）に推定可能とし、アセ

スメントにかかる計測費用を現状の約5000万円（数

十 MW 程度のウィンドファームを想定）から2、3

割削減を目指す。 

(4) 次世代太陽電池モジュール技術 

 結晶シリコンインゴットから太陽電池モジュール

までの一貫製造ラインを用いて、高効率・低コス

ト・高信頼性を兼ね備えた薄型結晶シリコン太陽電

池モジュールの量産化技術を企業群（次世代結晶シ

リコン PV コンソーシアム構成企業など）と連携し

て実現する。厚さ80µm の太陽電池セルと薄型ガラ

スを用いた軽量（現行汎用品の半分）モジュールで、

変換効率22%、寿命30年を目指す。さらに厚さ

50µm 以下の超薄型セルの開発を進め、変換効率

23%の軽量化モジュールの実現を目指す。 

(5) 地熱の適正利用技術 

 地熱発電所の持続的な運転や周辺温泉への影響監

視・評価に必要なモニタリング技術、地熱発電可能

地域を拡大する技術等を開発する。また、地熱利用

の社会的受容性を高めるため、地熱モニタリング技

術開発の成果、及び地熱情報データベース等を利用

し、温泉資源との共生を支援する合意形成支援手法

を開発する。 

(6) 地中熱ポテンシャル評価とシステム最適化技術 

 地下水流動・熱交換量予測シミュレーションに基

づく高分解能（＜1km メッシュ）地中熱ポテンシ

ャルマップを作成し、それを活用して地中熱利用シ

ステムの最適化・高精度設計技術の開発を行う。地

中熱ポテンシャルマップと最適設計手法により、

2030 年に設備容量2,000MWt（現在の約100倍）の

地中熱利用システムの導入を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

「再生可能エネルギー発電システム最適化のための評価

技術の開発」 

 

外部資金： 

NEDO 新エネルギー技術研究開発 

風力発電高度実用化研究開発／10MW 超級風車の調査

研究（要素技術） 

 

独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

地熱発電技術に関する委託研究「地熱貯留層評価・管理

技術」 

 

独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

地域資源を活用した再生可能エネルギーの生産・利用の

ためのプロジェクト「施設園芸における熱エネルギーの

効率的利用技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

平成25年度科学研究費助成事業（科研費） 

「地中熱ポテンシャル評価手法の高度化と東北5地域に

おける地中熱ポテンシャル評価」（基盤研究 B） 

 

「地中熱利用技術開発のための多孔質媒体中の水・熱輸

送モデルの高度化に関する研究」（若手研究 A） 

 

平成25年度科学研究費助成事業（科研費、研究分担者） 

「ヒートアイランド現象の抑制を目指した冷房排熱の帯

水層処分システムの実用化」（基盤研究 A、国立大学法

人秋田大学より） 

 

発 表：誌上発表23件、口頭発表42件、その他3件 

--------------------------------------------------------------------------- 
エネルギーネットワークチーム 

（Energy Network Team） 

研究チーム長：大谷 謙仁 

（福島再生可能エネルギー研究所） 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(61) 

概 要：  

 再生可能エネルギーは自然と共に変化するため、そ

れによる電力供給を安定化するためには、電力貯蔵や

利用者側の調整が必要となる。また、再生可能エネル

ギーは場所による偏在もあるため、それぞれの場所に

適した再生可能エネルギーを選択し、様々な組み合わ

せを検討する必要がある。当チームでは、大規模な太

陽光発電と風力発電に、水素と蓄電池による電力貯蔵

を組み合わせた再生可能エネルギーネットワーク（マ

イクログリッド）を構築し、柔軟な設備更新とオープ

ンな試験環境によって、電気利用者の目線に立つ新し

いエネルギー供給モデルの提案を進める。 

 具体的には、再生可能エネルギーの導入拡大を進め

るため、特に太陽電池に関する各技術の性能を検証、

再生可能エネルギーによる電源価値を向上するため、

蓄電技術や水素製造・貯蔵・利用技術、さらには、熱

利用技術を統合した再生可能エネルギーマネージメン

トシステムを開発など、これらの技術開発により、再

生可能エネルギーの導入可能量を大幅に引き上げ、再

生可能エネルギー100%による電力自立などの様々な

利用シーンの実証を目標とし、米 NREL、ノルウェ

ーの SINTEF といった国内外の研究機関との連携し

た共同研究と国際標準化を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

水素キャリアチーム 

（Hydrogen Energy Carrier Team） 

研究チーム長：辻村 拓 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 太陽光・風力などの再生可能エネルギーは自然状況

に左右されて変動するため大量導入の妨げとなってい

る。本研究では、再生可能エネルギーと水を使って水

素を発生させ、その水素を安全かつ軽量・コンパクト

な水素キャリアへ化学変換する技術を開発、また大量

に貯蔵できる水素キャリアを、エネルギーの需要地で

クリーンかつ高効率に利用する技術を開発し、再生可

能エネルギーの大規模利用に貢献する。 

 具体的には、水素キャリアとなる有機ハイドライド

の一種であるメチルシクロヘキサン（MCH）の製造

や MCH から脱水素する触媒の過渡性能などを評価、

また、非石油起源のキャリアの可能性を拡げるため、

原料や不純物が触媒性能に及ぼす影響を調査、同様に

水素キャリアとなるアンモニアをハーバーボッシュ法

（500℃、200気圧）よりも低温・低圧の下で効率的に

製造するための触媒反応技術の開発を進める。 

 また、水素キャリアを効率良く使うため、脱水素触

媒を装着した廃熱回収型コジェネエンジンにおいて、

脱水素によって取り出した水素ガスをコジェネエンジ

ン等の燃料の一部として使い、安全かつ高効率に電気

と熱をつくるエンジン技術を開発する。 

 こうした水素キャリアの製造から利用までをシステ

ム化した『水素キャリア製造・利用統合実証システ

ム』により様々なエネルギー貯蔵・利用モデルの検討

を進めていく。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

風力エネルギーチーム（Wind Power Team） 

研究グループ長：古谷 博秀 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 風力発電の更なる本格普及のためには、発電コスト

の更なる低減を目指し、風車の高出力化・長寿命化や

低騒音化による設備利用率の向上や、事前の設置予定

次の選定や年間発電量評価のためのアセスメント技術

の高精度化が大きな課題となる。こうした課題に対し

て、近年、国際的に注目されつつある「ナセル搭載

LIDAR」を活用すると、風車前方の風速や風向をリ

モートセンシングにより計測することができるが、こ

れにより風向急変や突風等を事前に察知し、風車の制

御を予め実施することにより、発電出力の向上、寿命

向上、故障の低減といった事が期待される。本研究で

は、ナセル搭載 LIDAR として求められる仕様を検討

し、その仕様を満たすプロトタイプ機を開発した。今

後は、フィールドにおける計測精度の実証と、風車の

予見制御技術の先導研究として予見制御アルゴリズム

の開発を行うと共に、設備利用率、性能評価、荷重低

減効果に関する実証研究を実施する。更には、長期間

使用可能な全天候型光マイクロホンの開発と共に、無

人航空機を活用した現地計測技術、気象シミュレーシ

ョン技術、衛星画像データによる風速推定技術を統合

し、洋上風力発電のアセスメント手法の高精度化に寄

与する研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

太陽光チーム（Photovoltaic Power Team） 

研究チーム長：高遠 秀尚 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 太陽光発電の将来にわたる持続的な普及・発展には、

その中心となる結晶シリコン太陽電池セル・モジュー

ルの一層の高効率化・低コスト化が必要となる。太陽

光チームでは、結晶シリコンインゴットのスライスか

らセル・モジュールまでの一貫製造ラインを構築し、

ウェハ・セル・モジュールを一体とした研究開発を進

める。 

 また、量産に対応した先端的な製造技術の開発を民

間企業と共同で行うことにより、太陽電池関連産業の

技術力向上と国際競争力の強化とを図る。 

 具体的には、厚さ100µm 以下のウェハを実現する
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ために、固定砥粒 （ダイヤモンドワイヤー）方式に

よるシリコンインゴットのスライス技術の開発、高効

率・低コストの結晶シリコンセルの実現を目指した厚

さ100µm 以下の新しい構造のセルの開発、高効率・

低コスト・高信頼性・軽量結晶シリコン太陽電地モジ

ュールの実現のための薄型ガラスを用いたダブルガラ

ス構造のモジュールの開発、量産に対応した先端的な

プロセス技術の開発などを行っていく。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

地熱チーム（Geothermal Energy Team） 

研究チーム長：浅沼 宏 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 我が国の地下に存在する地熱エネルギーの量は世界

第三位とされているが、様々な理由によりそれを十分

に利用できていないのが現状である。本チームでは、

資源の不確定性や温泉との共生などの導入阻害要因の

克服、社会・地下状況に合わせた最適開発手法の提示、

工学的手法による地熱エネルギー利用可能地域の増大

を目指した研究を行い 我が国における地熱発電量増

大に早急に寄与することに加え、国際連携を通じて特

に東アジア地域での地熱発電の導入促進に寄与する。 

 具体的には、MEMS、光ファイバ等を利用したセ

ンシングシステムの開発、多元非定常信号処理法、統

合解釈法等の高度解析技術の導出を通じて貯留層内で

生じている現象の可視化を目指す。また、産総研が有

する膨大な地熱資源情報を高度データベース化すると

ともに地球熱シミュレータの開発を通じて最適な開発

手法の提示や温泉との共生に寄与する。さらに水圧刺

激や注水による貯留層最適作成・制御技術を開発し、

地域に依存しない開発・利用方法を導出していく。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

地中熱チーム 

（Shallow Geothermal and Hydrogeology Team） 

研究チーム長：内田 洋平 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 「地中熱ポテンシャル評価」では、各地域において

現地地質調査・地下水調査を実施し、地下水流動・熱

交換量予測シミュレーションに基づく地中熱ポテンシ

ャルマップを作成する。その一環として、福島県を中

心とした東北地域における地中熱ポテンシャルを評価

すると共に、設計の高精度化とシステムの低コスト化

により、地中熱利用の促進と拡大を目指している。ま

た、「地中熱システムの最適化技術開発」では、地域

の地質的特性・地下水流動特性に合った地中熱システ

ムの最適化、および総合的な地中熱システム技術開発

を行っている。 

 具体的には、地中熱利用の対象となる地下数 m～

100m 付近には、地下水が豊富に存在しており、それ

らの地下水を有効に利用しつつ、保全することを目的

としている。当チームでは、適切な地中熱利用の普及

促進ため、地質・地下水環境や地下熱環境に関する研

究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］再生可能エネルギーの大量導入のため

の新システム統合技術 

［研究代表者］大谷 謙仁（エネルギーネットワークチ

ーム） 

［研究担当者］大谷 謙仁、前田 哲彦、辻村 拓、 

難波 哲哉、小島 宏一、菊島 義弘、 

嶋田 進、小垣 哲也 

（常勤職員8名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 「再生可能エネルギーの大量導入のための新システム

統合技術」に関しては、時間的に大きく変動する太陽光

発電や風力発電の出力を水素キャリア等の貯蔵技術を利

用して需要とマッチングさせると共に、商用電力系統と

の円滑な連系を可能とする。 

 平成25年度においては、研究のベースとなる太陽光発

電500kW、風力発電300kW、水素キャリアによるエネ

ルギー貯蔵と発電100kW、これらのエネルギーを統合

し管理するためのエネルギー管理棟のそれぞれの設備を

実証フィールドに整備した。産総研再生可能エネルギー

研究所では、本館、実験別棟合わせて2MW 程度の最大

電力消費量を見込んでいるが、この約半分の発電容量の

太陽光発電と風力発電を備える形である。 

 具体的には、太陽光発電として、合計で2500枚の太陽

光発電パネルで500kW の発電設備容量の設備を設置し

た。このうち、300kW については、実変動電源として

同一機種の結晶シリコン型パネルとし、250kW と50kW
の PCS（パワーコントロールシステム）をエネルギー

管理棟に設置し稼働を始めた。また、残りの200kW に

ついては、各種太陽電池の特性と、気象条件を加味した

発電量予測を実施するために、国内9社から10種類の太

陽光発電パネルを20kW ずつ入手して稼働を始めた。太

陽光発電パネルの種類は、単結晶シリコン型3種、HIT
型1種、多結晶シリコン型1種、薄膜シリコン型2種、

CIGS 型2種、集光型1種である。 

 風力については、産総研が設計段階に関わった出力

300kW の風車を導入した。この風車は日本の乱流成分

の多い風や地震にも強く、比較的小型のクレーンで設置

が可能である点を特徴としている。風速3m 以上の風で

発電を行うことが可能な風車である。風車の高さは、地

上からナセルまでの高さで41.5m、羽の長さは16.5m
（直径で33m）、合計の高さで58m となる。 

 水素キャリアについては、余剰の再生可能エネルギー
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から水素を発生させ、これをトルエンと反応させ MCH
（メチルシクロヘキサン）の形で貯蔵、電力が必要な時

にディーゼルエンジンをベースとしたコジェネレーショ

ンエンジンシステム（軽油と水素の混焼）を稼働し、熱

と電気を合わせて100kW の出力を可能にする設備を構

築した。本設備はトルエン、MCH それぞれの地下タン

ク20kL を備えており、100kW100時間の電気と熱の供

給を可能にしている。今回実証フィールドに導入したシ

ステムは、現状の各要素技術により成立性を検証するシ

ステムのため、コージェネレーション用燃料のうち、

20%を水素として用いることができる。今後、エンジン

システムの改良を加えこの比率を上げていき、最終的に

は80%を目指している。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］エネルギーネットワーク、太陽光発電、

風力、水素キャリア 

 

［テーマ題目２］太陽光発電の高効率化・低コスト化技

術 

［研究代表者］高遠 秀尚（太陽光チーム） 

［研究担当者］高遠 秀尚、水野 英範、 

Mitchell Jonathon 
（常勤職員3名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 「太陽光発電の高効率化・低コスト化技術」に関して

は、未だに高い太陽光発電の発電単価を大幅に低減する

ことにより導入を加速する。 

 平成25年度においては、つくばにおいて、156mm 角

シリコンウェハを用いた薄型結晶シリコン太陽電池セル

の作製技術の開発を進めるとともに、福島における一貫

試作ラインの設計やラインの構築を行った。 

 具体的には、福島移設を前提につくばに基本的なプロ

セス装置を先行的に導入し、156mm 角結晶シリコン基

板を用いたセル作製技術の開発を行った。シリコンイン

ゴットのスライス技術に関しては、ダイヤモンドワイヤ

ーおよびクーラントの最適化やスライス方法の改善を進

めた結果、厚さ120µm のウェハを歩留りよくスライス

することが可能となった。セル作製技術に関しては、主

に、１）リンの拡散技術の高度化と拡散装置の改善、

２）スクリーン印刷による微細電極形成、３）レーザま

たは、エッチング液を用いたエッジアイソレーション技

術、４）表面パッシベーション技術、の検討を進めた。

その結果、汎用構造のセル（厚さ180µm）で効率18.5%
が安定して得られるプロセスを開発できた。モジュール

作製に関しては、小型ラミネータを導入し、従来のガラ

スに比べ厚さが約1/4（厚さ0.85mm）の薄型強化ガラ

スを用いた両面ガラス構造のモジュールの開発に着手し

た。 

 上記技術を用いて、セルの薄型化を試み、厚さ100µm
の両面受光型の単結晶シリコンセルおよびこのセルを用

いた薄型モジュール（4枚セル）の作製に成功した。ま

た、次々世代の太陽電池構造として複数のセルのスタッ

ク技術の検討を行った。 

 これらの研究の一部は、次世代結晶シリコン PV コン

ソーシアム参加企業などの民間企業との共同研究で行わ

れた。 

 福島においては、実験棟内にシリコンインゴットのス

ライスから、セル作製、モジュール作製、信頼性試験ま

で行うことができる一貫試作ラインを構築した。新設の

プロセス装置や評価装置の選定や、つくばから福島への

装置の移設、新設装置の設置などを行なった。その結果、

当初の目標通りの3月末までに試作ラインの構築を行う

ことができた。 

 これによって、日本の公的研究機関では唯一の結晶シ

リコン太陽電池を総合的に開発可能な実験設備が整備さ

れたことになる。今後は、民間企業や大学などの公的研

究機関との共同研究、あるいは太陽電池関連の人財育成

を通じて太陽電池関連産業の持続的発展への貢献が期待

される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽光発電、結晶シリコン太陽電池 

 

［テーマ題目３］地熱・地中熱の適正利用のための研究 

［研究代表者］安川 香澄（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］安川 香澄、浅沼 宏、内田 洋平、 

相馬 宣和、高橋 保盛、吉岡 真弓 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 「地熱・地中熱の適正利用技術」に関しては、地熱発

電や地中熱利用に関して高度な地熱モニタリング技術と

精確なデータマップを提供し、環境に適合した適切な導

入を支援する。 

 日本は世界で第3位の地熱資源量を持ちながら、開発

リスクや社会的受容性の課題が多く、地熱エネルギーを

まだ十分に活用していないのが現状である。火山性の地

熱地域にある地熱貯留層では、その中にある熱水資源の

流動が岩石亀裂のネットワークに支配されるため、亀裂

を探査する技術が求められているが、世界的にもその技

術は確立されていない。また日本の地熱資源はその大部

分が自然公園内に分布しているため、環境と調和した地

熱資源開発が必要であり、また温泉への影響に関しての

懸念もある。そのため、モニタリングや環境影響事前調

査等を通じて環境と調和した地熱資源開発を実現可能に

することが求められている。再生可能エネルギー研究セ

ンターの地熱チームは、資源の賦存状況と環境や社会的

条件に調和した地熱利用を目的として，地下の地熱資源

の状態を把握することを中心に「地熱ポテンシャルの評

価」と「地熱資源モニタリング技術の向上」の2つの研

究を進めている。平成25年度には、地熱ポテンシャルの
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評価に関して、基盤岩深度等の推定誤差を補正した資源

量評価の改訂を行った。地熱資源モニタリング技術の向

上については、数地域について AE（アコースティック

エミッション）等の観測を行ったほか、坑内用の高感度

AE センサの開発を開始した。また社会的受容性のため

の研究の一環として、オーバーオール・システム・デザ

インの研究を開始した。 

 一方、地下温度が年間を通してほぼ一定であることを

利用して、冷暖房や給湯、融雪等を省エネで行う地中熱

利用システムは、欧米など海外で既に普及している技術

であるが、日本で利用する場合には、地下水流動を考慮

したシステム設計が必要である。地中熱利用の地下シス

テムは、大きく分けてクローズドとオープンの二種類に

分かれるが、どちらの場合も浅部の地下水の深度および

その流量が適切なシステム設計に影響する。したがって

再生可能エネルギー研究センターの地中熱チームは、現

地地質調査・地下水調査に基づいて、地下水流動および

地中熱利用のシミュレーションを行い、地域ごとに「地

中熱ポテンシャル評価」を行う。また、地域の熱特性・

流動特性等に応じた最適な地中熱利用システムを提案す

る「地中熱利用最適化技術開発」を行っていく。平成25

年度には、ポテンシャル評価のために、福島県内での地

質調査・地下水調査を開始した。また、システム最適化

のために、福島再生可能エネルギーセンター内に地中熱

利用ヒートポンプシステムを設置し、産総研つくばセン

ター内に設置した同システムとの比較検討を開始した。 

［分 野 名］地質、環境・エネルギー 

［キーワード］地熱、地中熱、モニタリング、ポテンシ

ャル、社会的受容性、地下水、シミュレ

ーション 

 

⑩【ユビキタスエネルギー研究部門】 
（Research Institute for Ubiquitous Energy Devices） 

（存続期間：2004.4.1～） 

 

研究部門長：谷本 一美 

副研究部門長：辰巳 国昭、安田 和明 

首席研究員：境 哲男、香山 正憲 

総括研究主幹：鹿田 真一 

 

所在地：関西センター 

人 員：75名（75名） 

経 費：1,499,211千円（680,174千円） 

 

概 要：  

 東日本大震災、原子力発電所の事故は、わが国のエ

ネルギー政策に大きく影響を与え、産業活動及び社会

生活が持続可能となる社会システムへ再構築して行か

なくてなりません。一方で、化石エネルギー資源の枯

渇、資源産出国諸国の不安定さによる供給の不確かさ、

さらに地球温暖化の原因とも言われる二酸化炭素の排

出量の増加への対応も求められています。そのため、

その対応策の一つとして自然エネルギー利用技術の期

待が高く、その活用にむけての技術開発も進みつつあ

ります。資源、環境、社会情勢の制約の中で、安全・

安心なくらしを確保し、新しい産業技術開発の展開に

つながるようわが国の産業競争力を強化すべく、消費

者に受容れられる製品について、これまでの製品生産

活動にとどまらず社会生活での利活用を拡げることも

念頭においたイノベーションを起こすことが求められ

ています。産総研として進めるグリーン・イノベーシ

ョンを基軸として、環境調和型社会の構築と経済発展

の両立を持続可能という条件も加えて、その実現を目

指しています。 

 以上のような社会背景に基づき、産総研の第三期中

期目標では、グリーン・イノベーションを実現するた

めの課題解決型の研究開発の推進を進めています。そ

の中で、当研究部門では以下の研究開発を分担実施し

ています。 

 

 省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

 運輸システムの省エネルギー技術 

 住宅・ビル・工場の省エネルギー技術 

 情報通信の省エネルギー技術 

 グリーン・イノベーションの核となる材料、

デバイスの開発 

 ナノレベルで機能発現する材料、多機能

部材 

より具体的には、家電や自動車などエネルギー需要者

側における省エネルギーと環境保全を目指し、蓄電池、

燃料電池などの新しい小型・移動型電源（ユビキタ

ス・エネルギー）技術の研究開発を行うとともに、照

明をはじめとする家電製品での省エネ・省資源化に資

するため、材料基礎からシステム化まで通した研究に

取り組んでいます。特にこれらを構成する、電極材料、

電解質材料、触媒、エネルギー貯蔵材料、発光材料、

蓄光材料、光電変換材料、有機電子材料などの材料開

発を重視するとともに、材料開発の基礎となる材料科

学や材料開発方法論等を部門のコア・コンピタンスと

位置付けています。さらに、社会、特に産業界を「顧

客」として位置付け、未来産業の創出は未来社会に貢

献する新産業技術シーズの提案やハイリスク技術の実

証などの「先導的産業技術の提案」および、国際標準

や評価技術、寿命予測技術などの国際競争力のバック

アップとなる「産業基盤技術の提供」を進めたいと考

えております。そしてこれらの研究開発をバランスよ

くマネージメントすることで基礎研究から製品化まで

の「本格研究」を実践し、社会・産業界の発展に貢献

したいと考えています。 

 関西地域は、製造業生産高が関東の約半分であり、
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家電、繊維、医薬品などの産業が関西からの移転で、

わが国の経済規模の占める割合が十数%程度となって

います。しかしながら、関西地域は情報家電・電機、

住宅等を支える素材産業やものづくり産業が高いポテ

ンシャルを持っています。また、京大、阪大、神戸大

の外に大阪府大、同志社大、立命館大、関西大等のレ

ベルの高いアカデミアでの当該分野の集積は、関西地

域の特徴であり、産総研におけるユビキタスエネルギ

ー技術の産学官連携の戦略拠点として、関西地域での

活動が重要といえます。このような特徴ある研究開発

の集積の基に、近畿経済局、大阪科学技術センターな

どの公的なコーディネータ機関とのネットワークを活

用して、当研究部門ではナショナル・プロジェクトや

研究コンソーシアム等を通したオープン・イノベーシ

ョンのハブ（研究・連携拠点）としての役割を果たし

ます。特に蓄電池などの省エネルギー技術を主体とす

る環境エネルギー技術分野で、関西地域の産業競争力

の向上に貢献へ大きく期待され、わが国の産業競争力

強化に貢献する役割も果たしたいと考えています。 

---------------------------------------------------------------------------
外部資金： 

経済産業省 平成25年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術協力） 

「再生可能エネルギーのキャリアーとしての水素・化学

水素化物の活性化技術に関する研究」 

 

経済産業省 平成25年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術協力） 

「ハイブリッド水素タンクの信頼性向上に関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業／革新型蓄電池先

端科学基礎研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「希少金属代替材料開発プロジェクト／蛍光体向けテル

ビウム・ユーロピウム使用量低減技術開発及び代替材料

開発／高速合成・評価法による蛍光ランプ用蛍光体向け

Tb，Eu 低減技術の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発／研究開発

項目①「基盤技術開発」テーマ b 定置用燃料電池シ

ステムの低コスト化のための MEA 高性能化 ②高濃度

CO 耐性アノード触媒開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST） 

「自然ナノ構造材料の開発とモジュール製造技術の構

築」 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST） 

「s－ブロック金属負極のデンドライト析出制御と表面

観察」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「液晶科学に基づく革新的塗布型有機太陽電池の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「通電焼結法を用いた酸化物バルク型全固体電池の創

成」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「ゼロソルベントによる新規電解質の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「電極シートを主軸とした全固体電池の構築プロセスの

設計」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「Si 系負極および S 系正極の両電極に適合する電解液

の探索、選定」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「イオン液体中でのリチウムデンドライト成長の抑制と

保護層への適用」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「棒状分子液晶と円盤状分子液晶間を光相転移する液晶

の液晶温度の低温化」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 

「光反射シリカ粒子による温度応答性調光省エネルギー

ガラスの研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 

「電極近傍における高分子電解質イオンチャンネル構造

の発光プローブを用いた解析技術」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 
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「マイクロカプセル化機能性文具の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的国際科学技術協

力推進事業 

「高性能室温熱電酸化物材料の探索」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 産

学共創基礎基盤研究プログラム 

「ハミルトニアンからの材料強度設計」 

 

国立大学法人東京大学 

「金属系構造材料の高性能化のためのマルチスケール組

織設計・評価手法の開発」の推進 

 

国立大学法人京都大学 

「「京都大学構造材料元素戦略研究拠点」 構造材料の

粒界・欠陥の基礎物性の第一原理計算」 

 

国立大学法人北海道大学 

「ダイヤモンド金属－半導体電界効果トランジスタ

（MESFET）の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「白金を含む多元金属ナノ粒子の内部構造と触媒活性の

関係の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「マルチラジカル性を有する開殻超分子系の光磁気機能

物質の創成」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「低欠陥ダイヤモンドウェハ」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「薬物送達システムに資する無機中空蛍光体の蛍光特性

に関する基礎的研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「高品質半導体ダイヤモンドを用いた高温動作パワース

イッチングデバイスの研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「レドックスフロー電池を応用した間接型燃料電池」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「イオンビーム誘起 CVD 技術の高度化と SiC ヘテロエ

ピ成長への応用」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「高励起状態への遷移による有機分子の短波長励起二光

子吸収特性の解明とその機能化」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「積層型水素吸蔵合金の水素吸蔵・放出特性向上因子の

抽出と高機能化に関する包括的研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「ビスマスナノプレートの磁気的および電気的特性に関

する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「電子受容性単層カーボンナノチューブの有機系太陽電

池への応用と最適化」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「プラズモン増強効果を示す量子ドット分散微小球のゾ

ル－ゲル法を駆使した作製と評価」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B） 

「二種の鎖状分子の同時配向制御と有機薄膜太陽電池の

異方的な電子物性に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B） 

「有機活物質によるリチウム二次電池レアメタル正極の

代替」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B） 

「高効率パワーデバイスの動作に影響を及ぼす CVD ダ

イヤモンドの転位の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B） 

「超省エネ型パワーデバイス作製用の大型ダイヤモンド

単結晶ウェハ合成フロンティア開拓」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B） 

「低融点アルカリ金属溶融塩のリチウム二次電池用電解

液特性の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究 

「第一原理計算によるバルクナノメタルの基礎物性設

計」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究 

「ダークステートを含めた感応性化学種の励起エネルギ

ー準位構造の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「新しい窒素－ホウ素系化学水素貯蔵材料の研究」 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「高性能水素貯蔵材料としてのホウ素－炭素－窒素系多
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孔質高分子の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「次世代高エネルギー密度型リチウムイオン電池および

ナトリウムイオン電池用正極材料」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「微細組織制御による発電用熱電変換材料の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「高性能液相化学水素貯蔵材料の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「高性能ホウ素-窒素系水素貯蔵材料の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「人工層状構造を有する多機能材料の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 研究活動スタート支援 

「放電プラズマプロセスによる次世代二次電池用コンポ

ジット電極の創製」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 研究活動スタート支援 

「ダイヤモンド高濃度ホウ素ドープウェハ創製に向けた

基盤研究」 

 

公益財団法人新産業創造研究機構 

「高性能ディスプレイ用有機半導体の超臨界下合成技術

の開発」 

 

一般財団法人日本自動車研究所 

「車載電池の性能評価手法の技術開発」 

 

一般財団法人電気安全環境研究所 

「定置用リチウムイオン二次電池の安全性評価技術等の

開発」 

 

コドモエナジー株式会社 

「無電力で発光する蓄光陶磁器の高輝度化を目的とした

釉薬塗布技術の高度化研究」 

 

発 表：誌上発表177件、口頭発表490件、その他55件 

--------------------------------------------------------------------------- 
ナノ材料科学研究グループ 

（Materials Science Research Group） 
研究グループ長：香山 正憲 

（関西センター） 

概 要： 

 ユビキタスエネルギーデバイス開発の鍵を握るのは、

ナノ界面機能材料（触媒、燃料電池電極、蓄電池材料、

水素吸蔵材料等々）など優れた機能材料の開発であり、

特に金属／無機ナノへテロ界面は優れた機能が期待さ

れる。電子顕微鏡観察や走査プローブ顕微鏡観察と第

一原理計算との連携は、こうした材料の構造や機能の

基礎的解明に威力を発揮し、解明を通じた設計技術の

確立や新規材料探索が期待される。当グループは、第

一に、電子顕微鏡観察や走査プローブ顕微鏡観察、第

一原理計算など、ナノ・ミクロの解析技術を用いて、

金属／無機ナノへテロ界面系をはじめとするナノ界面

機能材料の原子・電子構造や機能のメカニズムの解明

を行い、ナノ材料科学のフロンティアを切り拓く。第

二に、ユビキタスエネルギーデバイスの新機能材料開

発や蓄電池、燃料電池の機能や劣化メカニズムの解明

など、材料開発・デバイス開発に基礎解析からの具体

的貢献を行う。第三に、ナノ・ミクロ解析技術とコン

ビケム技術の連携・融合により、基礎解析を材料開発

に積極的に活かして効率的に新材料を開発する新しい

方法論－マテリオミクス－の基盤技術の確立を図る。

以上により、当ユニットの本格研究の一翼を担い、ユ

ニットのコア技術の醸成を図る。  
 

新エネルギー媒体研究グループ 

（New Energy Carrier Research Group） 
研究グループ長：清林 哲 

（関西センター） 

概 要：  

 携帯電話から電気自動車に至るまで、電池に対する

要求は、エネルギー密度や安全性、寿命、コスト、資

源・環境に対する配慮などなど、あらゆる側面におい

て今後も増す一方と予想される。当グループでは、現

行の電池では実用化されていないものの、上記の電池

に対する要求に応える鍵となるべき材料・物質を探求

している。例えば、現行のリチウムイオン電池に多用

されているコバルトなどの希少遷移金属を含む無機材

料を、有機物に置き換えられれば、省資源や低コスト

化に繋がり得る。リチウムそのものにも資源の偏在な

どの問題があり、ナトリウムで代替できれば資源量の

制約からは逃れられる。二価のイオンであるマグネシ

ウムを上手く利用できれば電池の高エネルギー密度化

が図れるかも知れない。水素化物で新しい電池系が構

築できないか、とも考えている。以上のように、既存

の電池材料に代わる新しい材料系の可能性を追究して

いる。 

 今年度の研究課題としては以下を想定している。

(1) リチウムに代えてナトリウムやマグネシウムなど

を用いた電気化学デバイス、(2) レアメタルなど希少

資源を用いない有機物による電池材料、(3) その他現

行のリチウムイオン電池を代替するポストリチウムイ

オン電池、(4) 新しい電池系構築を指向した水素貯蔵

材料・水素化物の探索と、その性能評価・構造解析。 
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次世代燃料電池研究グループ 

（Advanced Fuel Cell Research Group） 
研究グループ長：五百蔵 勉 

（関西センター） 

概 要： 

 次世代の燃料電池に資する新技術に関する基礎技術

研究を進めるとともに、新たなコンセプトの萌芽的研

究テーマに取り組んでいる。高い耐酸化性を有する酸

素欠損型チタン酸化物を担体に用いたカソード触媒の

開発を継続して行い、実セル環境においても従来触媒

に比べ高い高電位耐性と1000時間レベルで安定な発電

特性を実現できることがわかった。一酸化炭素酸化活

性の高い新規な有機錯体系アノード触媒の開発につい

ては、白金ルテニウム触媒粒子の水素酸化活性を阻害

しないロジウムポルフィリン錯体の構造や担持法を見

出した。亜鉛-空気電池の可逆空気極触媒としてペロ

ブスカイト型酸化物とアンチモンドープスズ酸化物担

体の複合化手法の検討を行い、炭素担体を用いた従来

触媒と同等の初期活性が得られることがわかった。 

 レドックスメディエータを用いた新規なレドックス

フロー電池型の燃料電池システムに関する開発を行い、

燃料極側メディエータを適切に選択することで多様な

燃料を低温でも同時に利用できる可能性を見出した。 

 その他、固体高分子形燃料電池・水電解可逆セルに

関する高性能酸素極触媒の開発、非白金錯体系酸素還

元触媒材料の開発、アルカリ形燃料電池用触媒材料の

開発に関する研究等を行った。 

 

蓄電デバイス研究グループ 

（Advanced Battery Research Group） 
研究グループ長：小林 弘典 

（関西センター） 

概 要： 

 電動クリーンエネルギー自動車の利便性向上のため、

さらに、高効率でのエネルギーマネージメントが可能

となるスマートシティ／スマートコミュニティ実現の

ためには、十分な信頼性・安全性を兼ね備えた高エネ

ルギー密度の蓄電池が必須であることから、当研究グ

ループでは、「（１）高性能蓄電デバイスの研究」並

びに「（２）車載用並びに定置用リチウムイオン二次

電池の評価技術の開発」に取り組んでいる。（１）に

関連して、リチウム系を中心とした新規電極材料の開

発並びに新型蓄電デバイスの創製に関する研究を行っ

てきた。新型蓄電デバイスとしては、無機全固体電池

の研究開発に取り組んでおり、デバイス化のための重

要な要素技術である電極のシート化技術やセラミック

ス積層体作製技術等の開発に成功しつつある。また、

硫化物系正極についても昨年度に比べてさらなる性能

向上が図られた。（２）に関連して、車載及び定置用

蓄電池について各種試験を実施することで残存性能評

価手法の開発や安全性評価技術等について国際標準化

を見据えた技術開発を実施してきた。 

 

電池システム研究グループ 

（Battery System Collaborative Research Group） 
研究グループ長：境 哲男 

（関西センター） 

概 要： 

 本研究グループでは、多様な企業との資金提供型共

同研究を実施しており、必要な専門性を有する人材か

らなる連携チームにおいて、新材料開発とそれらの高

度解析、電池システムでの性能実証、安全性評価まで

を総合的に推進している。また、その中で、基礎から

応用までを総合的にマネジメントできる研究開発人材

の育成を図っている。1) 高出力化が可能なファイバ

ー型ニッケル正極の連続製造プロセスを開発し、数

Ah クラスの電池を試作して性能実証。2) 開発した

高容量シリコン系負極を用いた1-3Ah クラスの電池

を試作して、性能実証と安全性評価。この中で、開発

した耐熱性セパレータや耐熱性バインダ、耐熱性

SUS ラミネートセルなどの性能実証。3) 磁場勾配

NMR を用いた拡散係数測定を通して、セパレータ膜

とイオンとの相互作用状態や膜の空隙構造とイオン移

動特性との相関性を調べ、セパレータに関わるリチウ

ム電池性能支配因子を解明。4) 融点100℃の LiFTA
塩に異種アルカリ金属 FTA 塩を混合し室温域

（33℃）での溶融に成功。45℃以上の温度での遷移金

属酸化物正極や炭素負極の安定作動を実証。マグネシ

ウム金属二次電池に適した電解液構築のため種々のパ

ーフルオロアニオンからなるマグネシウム塩を合成。

マグネシウム塩の熱安定性が微量水分に大きく依存す

ることを実証。5) 金属多孔体上に緻密なパラジウム

系合金薄膜をめっきした水素分離膜と、400℃以上で

の耐久性を有するメタノール水蒸気改質触媒を組み合

わせたリアクターを開発して性能実証。6) 超高速液

体クロマトグラフィーあるいはキャピラリー電気泳動

を基本とする解析手法を構築して、リチウムイオン電

池の劣化関連物質等を解明。 

 

デバイス機能化技術グループ 

（Photonic Device Application Group） 
研究グループ長：谷垣 宣孝 

（関西センター） 

概 要： 

 持続可能社会実現のため、主に家庭やオフィスにお

ける省エネルギーに資する光デバイスの開発を目標と

する。無機材料技術、有機・高分子材料技術、材料プ

ロセス技術、光計測技術、理論解析を駆使して、光デ

バイス研究を進める。(1)有機・高分子材料の分子配

向に着目した光－電気エネルギー変換素子（有機 EL
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素子、有機薄膜太陽電池）の開発、(2)ガラス材料等

を用いたサブ波長構造を持つ光機能デバイス（屈折・

回折素子、反射防止レンズ、拡散・導光など）の開発、

(3)大容量光データ記録のための二光子吸収材料の研

究、(4)光デバイスを目指した複合材料のナノ構造制

御の研究、(5)可視光通信やセンサを志向したプラズ

モニック波長フィルタの開発、(6)ナノ構造制御した

希土類含有酸化物蛍光体の開発等を行っている。省エ

ネルギー、省資源に貢献するデバイス技術とともに、

製造プロセスの省エネルギー化についても取り組んで

いる。また、光マネジメント技術をベースにして未利

用の光を効率よく使う技術（集光・拡散・導光・波長

変換）についても研究している。 

 

ナノ機能合成グループ 

（Synthetic Nano-Function Materials Group） 
研究グループ長：清水 洋 

（関西センター） 

概 要：  

 ナノテクノロジーをベースとして、ナノ空間の制御

による材料の高機能化や新材料の開発を行い、実用的

なモジュール、デバイス化技術も含めた総合的な研究

開発を旨とした活動を行っている。具体的には、(1)

金属酸化物による新規かつ実用性に優れた熱電材料と

モジュール化技術の研究開発、(2)ナノ細孔を持つシ

リカ粒子の内部修飾による新たな高機能材料の研究開

発、(3)液晶性材料の独自の特徴を生かした新規なエ

レクトロニクス応用を目指した研究開発、(4)金ナノ

粒子やナノカーボンから金属酸化物に至る種々の材料

系における機能性ナノ集合構造の構築と応用技術の研

究開発、(5)革新的水処理技術の開発等により新たな

省エネルギー、新エネルギー技術の研究開発を通して

新産業創出を目指す。また、関西地域のナノテクノロ

ジー研究開発の尚一層の促進と新産業創出に貢献すべ

く、地域的視野から国際的な視野に至る広範な視野の

中で新たな情報発信拠点として材料創製及び機能シス

テム創製のための独自の研究活動を展開している。 

 

高機能ガラスグループ 

（Advanced Glass Group） 
研究グループ長：赤井 智子 

（関西センター） 

概 要： 

 民生のエネルギー技術開発の中で照明の省エネルギ

ーは重要な課題となっている。その中で高効率蛍光ラ

ンプに用いられるレアアースの資源問題は重要な課題

であり、その使用量低減化技術の開発は重要である。

また、普及がはじまりつつある、固体照明においてよ

り高性能を達成するためエネルギー効率を向上させる

部材の開発、材料設計基盤技術の開発は重要である。 

 照明の省エネルギー・省資源を目的として、当グル

ープでは、(1) 希土類を使用する高効率蛍光ランプ用

蛍光体の使用量低減技術、(2) LED 照明用蛍光材料、

材料設計基盤技術の開発を行っている。またさらなる

省エネを達成するために蓄光材料の開発も行っている。

ランプ用蛍光体技術としては、高輝度に発光するシリ

カを用いた保護膜、ガラス管に塗布できる凹凸構造膜

を開発し、蛍光体の使用量が低減できることを示した。

また、廃蛍光体から Tb を含む緑色蛍光体を分離・回

収して、新品の99%のランプ光束が得られることを示

した。蓄光材料の開発については、蓄光体と同等程度

の屈折率を有するガラス組成を開発した。また、バイ

ンダーを使用せずに複合体を作製することで60分後の

残光輝度が従来製品の約1.3倍となることを示した。

光線追跡シミュレーションによって残光輝度を向上さ

せるために最適な形状を明らかにした。 

 

エネルギー材料標準化グループ 

（Research Group for Standards of Energy-related 
 Material） 
研究グループ長：境 哲男 

（関西センター） 

概 要： 

エネルギー材料標準化グループは、燃料電池・水

素・蓄電技術の円滑な社会への普及を目指して、それ

ら各技術に関わる材料及び応用システムの標準化・規

制整備・安全性確保に資するべく、その裏付けとして

必要な基礎データの取得を推進する。 

 燃料電池技術に関しては、日本電機工業会と連携し、

マイクロ燃料電池等の標準化推進に必要な評価を実施

するとともに、燃料電池の評価に資する研究開発を行

っている。水素技術に関しては、水素製造用シフト反

応触媒の研究開発、水素貯蔵材料の特性・耐久性に関

する検討、水素利用脱硝技術に関する研究開発を行っ

た。蓄電池技術に関しては、蓄電デバイス研究グルー

プと連携してリチウムイオン電池の安全性の標準化推

進に資する研究開発を行うとともに、つくばイノベー

ションアリーナ推進室と連携して蓄電池基盤プラット

フォームの運営に参画し、電池材料及び電池構造評価

に資する研究基盤を整備した。熱電変換技術に関して

は、ナノ機能合成グループと連携し、熱電変換材料及

びモジュールの評価技術に関する標準化の可能性に関

する検討を行っている。 

 

イオニクス材料研究グループ 

（Ionics Research group） 
研究グループ長：蔭山 博之 

（関西センター） 

概 要： 

 リチウム二次電池用をはじめ、高エネルギー容量お
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よび長期でのサイクル特性に優れる二次電池用材料の

開発を進めるとともに、高効率でクリーンな燃料電池

を目標として、新たなアニオン膜電解質材料の固体高

分子形燃料電池への適用可能性の評価を進めている。

また、二次電池用の新規材料について、その機能発現

や状態・形態変化を調べる計測分析法の開発も進めて

いる。リチウム二次電池に関しては、電気自動車用途

の二次電池製造を行う電池メーカーが、当所が

NEDO プロジェクトにて産学官連携で開発を進めて

きた鉄-マンガン系酸化物正極材料を用いて、NEDO
実用化助成事業において研究開発を実施している。当

研究グループは、この助成事業にも再委託先として参

画し、実用化に向けた更なる高機能化に繋がる材料設

計指針を提供するため、電池容量やサイクル特性の劣

化などの電池特性と電池材料の状態・形態の変化との

関連性に関する研究を行っている。一方、固体高分子

形燃料電池に関しては、技術研究組合 FC-Cubic へ参

画し、電池特性に密接に係る電極触媒と高分子電解質

（アイオノマー）界面での状態と物質移動特性の関係

などについての研究を進めている。 

 

ダイヤモンドデバイス化研究グループ 

（Devices  Diamond Research Group） 

研究グループ長：鹿田 真一 

（関西センター） 

概 要：  

 ダイヤモンドは、熱伝導率、絶縁破壊電界で物質中、

最高の値を有し、高いキャリア移動度、耐放射線性な

ど極めて優れた性能を有するワイドギャップ半導体材

料である。SiC 等の他材料を圧倒的に凌駕する高耐圧、

低損失、高速動作の性能が予想され、究極の冷却フリ

ー・高出力の新コンセプトの省エネパワーデバイスと

して期待されており、そのためのウェハ及びデバイス

の開発を進めている。上記ミッションを達成するため、

具体的に下記の第三期目標を掲げ、研究テーマを実施

している。①次世代パワーデバイス用ウェハ等への応

用を目指して、単結晶ダイヤモンドの成長技術及び結

晶欠陥評価等の技術を利用した低欠陥2インチ接合ウ

ェハ製造技術を開発する。②省エネルギーに効果的な

次世代ダイヤモンドパワーデバイスの実用化を目指し

て、結晶欠陥評価技術の高度化により低欠陥高品質エ

ピタキシャル膜の製造技術を開発する。また、実用的

な縦型構造を有し、低損失かつ冷却フリーで250℃に

おいて動作するパワーダイオードを開発する。 

 本年度は、①2インチウェハ製造技術を高度化する。

具体的には低欠陥結晶成長に向けた、種結晶の評価を

行う。またダイヤモンド接合ウェハの低欠陥合成へ向

けた研磨損傷とその影響を評価する。という目標に対

し、成果として、X 線トポグラフィ等による評価によ

り種結晶欠陥評価を可能にし、選別することが可能に

なった。また研磨損傷層の深さを同定し、結晶をコピ

ー製造する条件の一つを明確化した。②複合欠陥がデ

バイス逆方向特性に及ぼす影響を定量的に解析する。 

 またドリフト層エピタキシャル成長に及ぼす諸プロ

セスの影響を解析し、低欠陥エピの方針を探る。とい

う目標に対し、成果として逆方向電圧1kV 以上の耐

電圧デバイスには45°複合欠陥はデバイスに致命的な

キラー欠陥であることをデバイス実証した。また大き

な影響を有する表面起因の欠陥に関して、UV アシス

ト研磨により、動作層となるドリフト層エピ欠陥増加

は抑制されることを示した。また大きな影響を有する

表面起因の欠陥に関して、UV アシスト研磨により、

ドリフト層エピ欠陥増加は抑制されることを示した。 

 

⑪【環境管理技術研究部門】 
（Research Institute for Environmental 
 Management  Technology） 

（存続期間：2004.5.1～） 

 

研究部門長：田尾 博明 

副研究部門長：近藤 裕昭、田中 幹也 

 

所在地：つくば西 

人 員：62名（62名） 

経 費：827,594千円（507,721千円） 

 

概 要： 

１．部門のミッション 

 環境管理技術研究部門では、持続的発展可能な社

会の実現に向け、経済産業の発展と安全・安心な環

境を両立させるため、産業起源の環境負荷の管理・

低減・再資源化に関する科学技術研究開発を行い、

環境技術産業の振興・創出を図るとともに環境関連

政策の立案・実効へ貢献することをミッションとし

ている。 

２．研究開発の方針 

 社会的・政策的ニーズおよび緊急性の高い研究課

題として、環境診断、環境負荷低減・修復技術、レ

アメタル等金属・化成品のリサイクル技術および地

球温暖化対策技術評価などを第3期中期における部

門の重点課題に設定し、研究を行っていく（3.参

照）。 

 産総研の他ユニットとの共同研究推進、産学官連

携による製品化と標準化研究を重点的に進める。ま

た、「製品」に繋がる「第2種基礎研究」の実践とと

もに新規技術シーズを創出する「第1種基礎研究」

を推進する。 

３．重点研究課題等 

［重点課題１］環境診断技術の開発 

 化学物質・重金属の国際規制に対応するため、製
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品及び産業プロセスにおける有害物質の迅速検出法

を開発し、標準化を行う。また、生物応答に基づく

有害性のスクリーニング技術を開発する。さらに、

環境修復技術に必要な、分析効率（スピード・コス

ト・労力）を現状比5倍以上に向上させた環境微生

物の迅速検出法を開発する。これらの技術開発を通

して、将来、誰もが容易に身の回りの生活環境情報

にアクセスできる社会、自然の浄化機能を活かした

安全で安心な社会、生体診断やトキシコゲノミクス

など次世代の環境診断産業において国際競争力を有

する社会の創出に貢献する。 

［重点課題２］環境負荷低減技術、修復技術開発 

 水や大気に含まれる低濃度の環境負荷物質を、従

来比で最大4倍の総合処理効率（処理能力／エネル

ギー消費）で処理可能な浄化技術を開発する。具体

的には、ナノ空間材料や特殊反応場を利用した選択

的吸着技術、触媒技術等を活用して、反応選択性や

効率の向上を図る。また、残留性有機汚染物質

（POPs）等難分解性物質を焼却によらずに完全に

無機化できる反応技術、さらには有価物への変換技

術を開発する。また、太陽光や植物等の自然界が有

する環境浄化能力を促進、拡大強化することにより、

環境負荷が少なく、オンサイトでも利用可能な土壌、

水、空気の環境修復技術を開発する。例えば、これ

まで困難であった低濃度広域汚染サイトや複合汚染

サイトの低環境負荷型浄化・修復を可能とするため

に、既存法に比べて除去コストを1/4に縮減する浄

化技術を開発する。 

［重点課題３］レアメタル等金属・化成品の有効利

用・リサイクル技術の開発 

 レアメタル等の有用な材料の安定供給に資するた

め、使用済み電気・電子製品等の未利用資源を活用

する技術を開発する。具体的には、金属や化成品の

回収・リサイクル時における抽出率、残渣率、所要

段数、利用率等の効率を50%以上向上させる粒子選

別技術、元素レベルでの分離精製技術及び精密反応

技術を開発する。 

［重点課題４］地球温暖化関連物質の環境挙動解明と

二酸化炭素対策技術評価 

  二酸化炭素の海底下地層貯留技術や海洋中深層隔

離に必要な環境影響評価のため、二酸化炭素の漏え

いや注入を想定した室内実験等により、微生物活性

や、炭素等の親生物元素の挙動等、物質循環の駆動

にかかわる過程へ与える影響について評価手法を開

発する。また、環境影響を最小限に抑えた、生態系

内炭素貯留を可能とする、森林や海域内生態系の炭

素固定メカニズムの解明とその強化方法、モニタリ

ング及び環境影響評価技術を開発する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

標準基盤研究 

「水中ふっ素化合物の定量のための流れ分析法」 

「全有機炭素測定による光触媒水質浄化性能評価方法の

開発」 

戦略予算 

「戦略メタル国内資源循環プロジェクト」 

「アジア戦略「水プロジェクト」」 

「高精度温室効果ガス観測のための標準ガスの開発」 

 

外部資金： 

経済産業省 平成25年度試験研究調査委託費（地球環境

保全等試験研究に係るもの） 

「南鳥島における微量温室効果ガス等のモニタリング」 

「センサーネットワーク化と自動解析化による陸域生態

系の炭素循環変動把握の精緻化に関する研究」 

 

経済産業省 平成25年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術協力） 

「多核金属錯体の CO2多電子還元機構の解明」 

「クラスター化学に基づく（光）エネルギー変換システ

ムの研究」 

 

経済産業省 平成25年度国際標準化推進事業委託費（国

際標準共同研究開発事業 

「ナノ・マイクロバブル技術に関する国際標準化」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST） 

「時間分解スペクトルを用いた CO2還元光触媒反応の

機構解明」 

 

戦略的創造研究推進事業（ALCA） 

「アンモニア合成とプロセス解析」 

 

復興促進プログラム（A-STEP）探索タイプ 

「未利用海藻資源からの健康食品素材製造技術の開発」 

「土壌中 VOC の太陽光による無害化処理を可能とする

光触媒式パッシブリアクターの開発に資する光触媒材料

調製」 

 

研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラムフ

ィージビリティスタディステージ探索タイプ 

「エレクトロスプレー反応場を利用した繊維・紙加工技

術の開発」 

「活性酸素表面処理装置の開発と医療用減菌器への応

用」 

「繊維導電性加工に用いる金属ナノ粒子分散液の量産化

技術開発」 

 

復興促進プログラム 



研 究 

(72) 

「生体分子のセンシングデバイスへ応用可能なマイクロ

流路用金型の作製技術開発」 

「微量元素の挙動解析のための熱分解／誘導結合プラズ

マ質量分析装置（Pv/ICP-MS の開発）」 

 

その他（国立大学法人東京大学） 

「残留性有機フッ素化合物群の全球動態解明のための海

洋化学的研究」 

 

その他（国立大学法人東京大学） 

「大気環境物質のためのシームレス同化システム構築と

その応用」 

 

その他（国立大学法人名古屋大学） 

「フィードバックパラメタリゼーションを用いた詳細な

ダウンスケールモデルの開発と都市暑熱環境・集中豪雨

適応策への応用」 

 

その他（国立大学法人広島大学） 

「製鋼スラグと浚渫土により造成した干潟・藻場生態系

内の物質フローと生態系の評価」 

 

その他（独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機

構） 

「平成24年度貿易投資円滑化支援事業（実証事業・鉱物

資源案件）における技術改良試験に関する委託」 

「平成25年度海底熱水鉱床採鉱技術開発等調査に係る選

鉱・製錬技術調査研究（海底選鉱について）」 

 

その他（民間受託） 

「1,4-ジオキサンの分解特性に関する研究開発」 

 

文部科学省 機関補助金 

「国際共同研究の推進 アジア GEO Grid イニシアチ

ブ」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 

「インドにおける医薬品及び薬剤耐性菌環境汚染状況」 

「海洋科学トレーサの組み合わせによる南大洋における

人為起源二酸化炭素吸収量の見積もり」 

「氷で制御されたナノ-マイクロ空間の分析化学」 

「選鉱・製錬技術を用いた２次電池からのレアメタルの

分離と回収」 

「分子制御による融合マテリアル形成の計算科学シミュ

レーション」 

「固体プラズマを利用した光応答性高分子の創生に関す

る研究」 

「酸素安定同位体連続観測と群落多層モデルを用いた森

林生態系の呼吸・光合成の分離評価」 

「垂直細孔配列メソ多孔体膜付着グラフェンナノ複合体

／複合膜の創製」 

「温室効果ガス観測衛星「いぶき」による発生源解析の

ための局所 CO2輸送モデルの開発」 

「降水試料濾過フィルターを用いた元素状炭素粒子の現

在・過去の地表面性沈着量評価」 

「希薄溶液による廃棄物含有貴金属の溶解に関する研

究」 

「乾性沈着表面抵抗の定量法の開発」 

「ハイブリッドゲルによる新規陰イオン吸着剤の開発」 

「未知環境微生物群の機能強化による重金属汚染土壌の

オンサイト修復技術」 

「スマートパーティクルセンシングデバイスの開発」 

「分子制御による融合マテリアル形成の計算学シミュレ

ーション」 

「白金族抽出における外圏サイズ認識効果の解明及び新

規分離試薬開発」 

「生体環境高分子の動的立体構造分析技術の研究」 

「電気化学的手法を用いた廃棄物系有機物からの高純度

水素の製造技術の開発」 

「リボソームタンパク質を指標とするアスペルギス症原

因菌の新規系統分類」 

「硫酸イオン活性化機能をもつ環境浄化用触媒の開発」 

「地下圏炭素・エネルギー動態に関与する中核微生物群

の同定と新機能解明」 

「北極海海水・周辺氷河融解による有害化学物質再放出

現象の定量的評価研究」 

「大気圧プラズマ由来ラジカル種の触媒等固体化表面に

おける反応機構解明」 

「放射性降下物大気輸送モデリングと移行過程の理解」 

 

その他（財団等助成金） 

「ナノ空間を利用した高リサイクル鋳物砂による無機系

砂型鋳造技術の高度化」 

「大風量低濃度排ガス用直接加熱式吸着回収装置の研究

開発」 

「代替フロンの加水分解反応速度再評価と省エネルギー

処理システムの提案」 

「都市型ブルーカーボン：新たな沿岸海域炭素循環像の

構築」 

「ソーシャルネットワークサービスを活用したスマート

センサによる住宅環境管理システムの開発」 

「光触媒による高塩濃度中細菌の処理機構の解明」 

「増えずに生き続ける代謝経路戦略－地球炭素循環の鍵

を握る微生物新機能－」 

「東日本大震災による海洋生態系への影響調査に関わる

情 報 共 有 ネ ッ ト ワ ー ク （ Marine Ecosystem 
Assessment Network in Tohoku : MEANT）構築の推

進事業」 

「マイクロバブルアシスト型光触媒反応による難分解性

物質汚染水浄化技術の開発」 
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「アルミニウム資源循環の高度化を目的とする建材スク

ラップ選別技術の研究」 

 

発 表：誌上発表184件、口頭発表376件、その他48件 

--------------------------------------------------------------------------- 
計測技術研究グループ 

（Measurement Technology Research Group） 
研究グループ長：鳥村 政基 

（つくば西） 
概 要： 

 従来の環境計測技術にバイオ・ナノ技術を融合させ

た次世代環境診断技術を開発するため、その基盤とな

る分析装置、センサ類の試作と性能評価を実施してい

る。平成25年度は、１）有害試薬を使わないモニタリ

ング法として、試作したオンライン連続監視システム

について廃水処理デモプラントでの性能評価を行った。

また、石炭中微量重金属の分析法の国際標準化に向け

て、産総研コールバンクの石炭について種々の微量元

素分析データをさらに拡充した。２）オンサイト型計

測法として土壌・地下水の重金属や環境基準濃度レベ

ルの VOC が測定可能な振動子センサの機能向上をセ

ンサ表面の化学修飾技術を用いて検討した。３）化学

物質の生体影響評価を行うための新たな指標遺伝子の

存在を明らかにし、従来の指標遺伝子よりも有用性が

高いことを確認した。また、化学物質の生体影響を計

測するための標識発光酵素の大幅な改良を行い、高い

輝度を誇る人工生物発光酵素の樹立を達成した。４）

質量分析装置を利用した環境微生物の迅速識別法の汎

用性を高めるために、測定試料を微生物から真菌に拡

大し、識別用データベースで利用できる登録マススペ

クトルデータ数を大幅に増やした。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目５ 
 
未規制物質研究グループ 

（Potential Pollutants Group） 
研究グループ長：忽那 周三 

（つくば西） 
概 要： 

 未規制物質研究グループは、化学物質の環境対策の

指針を構築するために必要な、化学物質の環境分析法

の開発、環境動態の解明（環境分析、関連物理化学定

数の測定・推算）および有効利用・無害化のための反

応系の開発を行う。平成25年度は、国際的な規制物質

で あ る PFOS 等 残 留 性 有 機 フ ッ 素 化 合 物 群

（PFASs）について、北極海における国際合同調査

航海等に参加して地球規模で環境試料を採集した。採

集試料の分析・解析をすすめ、外洋海水、降雨中等の

PFASs の3次元濃度分布、経年変化データを得た。ま

た、外部研究機関と共同し、医薬品及び薬剤耐性菌環

境汚染をインドにおいて調査した。光化学大気汚染等

については、カルボン酸生成に関わるアルデヒド類の

水和反応が気液界面で水中よりも促進されること及び

その機構を理論計算により明らかにした。反応系の開

発では、二酸化炭素光還元活性をもつ二核金属錯体触

媒について、触媒ユニットを系統的に変えて米国研究

機関と共同で過渡赤外分光法による測定を行い、高効

率触媒では光吸収直後に一部の電子が核間移動するこ

とを明らかにした。また、フッ素系冷媒について、加

水分解処理速度の撹拌依存性を評価した。 

研究テーマ：テーマ題目６ 
 
環境分子科学研究グループ 

（ Environmental Molecular Science Research 
Group） 
研究グループ長：脇坂 昭弘 

（つくば西） 
概 要： 

 分子・クラスターの構造・反応特性、ナノ粒子・エ

アロゾルの生成・複合化、及び金属－有機化合物間相

互作用による配位高分子の形成に関する分子科学的研

究に基づき、「環境診断技術の開発」、「レアメタル等

金属のリサイクル技術の開発」及び「環境負荷低減技

術開発」に関する研究を行っている。具体的には、１．

エレクトロスプレー法による低環境負荷加工技術（ナ

ノ粒子合成法、染色・抗菌加工法）の開発、２．配位

高分子のイオン交換反応と分別沈殿を利用したレアメ

タル分離・回収技術の開発、３．質量分析法による溶

液中のクラスター構造解析技術を液体混合物の分離・

精製法の最適化に適用する研究、４．環境中のフッ素

化合物の水和クラスター構造解析法の開発、５．化学

物質の長期毒性作用機構と生体分子の構造変化の関係

を解明するためのタンパク質側鎖構造解析法の開発、

６．光触媒ナノ材料合成法の開発に関する研究を行っ

ている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 
 
環境負荷制御研究グループ 

（Environmental Purification Technology Research 
 Group） 
研究グループ長：根岸 信彰 

（つくば西） 
概 要： 

 有害化学物質リスク削減を目的として、1）空気・

水・土壌等の環境中汚染物質・有害化学物質の光分解

除去とその機構解明、及び環境浄化材料やシステム開

発の実施、2）低温プラズマと触媒の複合化システム

におけるシナジー効果の機構解明、3）光触媒材料の

性能試験方法の標準化、を行った。1）VOC 汚染され

た土壌浄化では、地下水中溶存トリクレンの効果的な

気液分離には毛細管現象を使ったシステムが有効であ



研 究 

(74) 

ることを見出し、これに接続する光触媒システムを構

築し参照触媒を上回るトリクレン分解性能を得ること

に成功した。また、非金属可視光応答型光触媒の開発

では、濃硫酸及びアミンを用いる窒化炭素の分散法を

見出した。2）VOC 分解に向けたプラズマ触媒の複合

作用では、イオン交換した Ag 担持の役割を明らかに

した。また、レーザー計測により表面近傍のプラズマ

中における活性種の挙動の観察に成功した。水中パル

ス放電におけるマイクロバブルの生成や静電噴霧にお

けるコロナ放電と伝導度の影響を明らかにした。アン

モニア合成ではチタン酸バリウムや Ru、K、Cs など

を同時に担持したゼオライト触媒が有効であることを

確認した。3）標準化研究ではアジア9カ国のセルフク

リーニング試験結果を取り纏め、プロシーディングと

して発表した。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目７ 
 
吸着分解研究グループ 

（Adsorption and Decomposition Technology 
Research 
 Group） 

研究グループ長：加茂 徹 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループは、吸着技術や分解技術を駆使して

VOC や廃プラスチック等による環境負荷を低減する

ための革新的な技術やシステムの開発を目指している。

クレゾール混合溶媒に微量なリン酸や硫酸を添加し

FRP 製 LP ガス容器を200℃で処理すると、約2時間

で長いガラス繊維が回収された。リン酸は硫酸に比べ

て可溶化の促進効果は小さいが、溶媒の重質化は抑制

された。ヘスの法則と燃焼化学の熱勘定の手法を参考

に熱分解装置の伝熱面積の算出方法を確立し、実用装

置の設計を行った。また、実用機の試料供給では、粉

砕品よりグラッシュ品が供給効率で優れていることを

明らかにした。新興有機性汚染物質（PPCPs）削減

に応用可能なチタニア結晶面制御グラフェン複合体を

合成した。吸着濃縮効果及び光吸収効率を高めた複合

膜状光触媒を作成し、正味の速度定数で評価して非複

合膜より約1.4倍高い触媒分解活性を実現できた。糖

類等のバイオマス由来物質と、有機テンプレート剤を

用いた水熱合成により、階層的または規則的なナノ構

造を有する炭素ナノ構造体を合成した。汎用ステンレ

ス等の溶融アルカリ共存下の表面処理による防食技術

を検討し、従来のゾル・ゲル法に Al 等を添加したシ

リカコーティングの有効性が見出された。また、シリ

カコーティングの厚膜化の見通しが得られた。 

 
浄化機能促進研究グループ（Advanced Remediation 
Group） 

研究グループ長：尾形 敦 
（つくば西） 

概 要：  
 有害化学物質によるリスク削減のために、(1)自然

が持つ浄化能力を強化した低コスト・原位置型土壌修

復技術の開発、(2)水環境保全及び廃棄物低減に貢献

する排水・廃液処理技術の開発、(3)生物機能の解明

及び高度な解析技術に裏打ちされた基礎的知見の集積

を行っている。 

 (1)では、重金属汚染サイトでセレンの還元を担う

未知微生物群を同定した。また、昨年度までに分離培

養された新規な金属還元微生物群を生理学的に特徴づ

け、その新規分離菌の一種が既知菌に比べて極めて高

い金属還元能を有することを明らかにした。 

 (2)では、膜分離活性汚泥リアクターを設計・構築

し、有機物負荷を上昇させながら長期間の運転を行っ

た。同時に、アンモニア濃度の減少、油の完全分解処

理と許容限界、膜ファウリングの発生等の変化を追跡

し、この間の微生物群集遷移を次世代シークエンスで

明らかにした。 

 (3)では、沿岸域に蓄積したヘドロの嫌気微生物分

解が新規な独立栄養性イオウ酸化細菌の活性化を起点

にして起こることを見出した。一方、遺伝子工学的手

法による環境浄化に適したラッカーゼの作出では、酵

母におけるラッカーゼの分泌生産系を遺伝子構造およ

び培養条件について最適化した。 

研究テーマ：テーマ題目９ 
 
リサイクル基盤技術研究グループ 

（Advanced Recycling Technology Research Group） 
研究グループ長：大木 達也 

（つくば西） 
概 要： 

 戦略メタルの安定供給に資するため、未利用の人工

及び天然資源を対象とした物理選別技術を開発した。

リサイクル技術と生産技術の融合を目指した戦略予算

「戦略メタル資源循環技術(都市鉱山)プロジェクト」

を推進し、「戦略的都市鉱山研究拠点」を始動した。

また、多種多様な電子素子を複数同時回収可能な「多

管式気流選別機」の開発に着手し、複管型の高さを

2/3にコンパクト化をするとともに、複管型と同サイ

ズで3管型にできることを突き止めた。蛍光体につい

ては、高勾配磁選機の連続処理システムを開発すると

ともに、蛍光ランプ選別装置の処理速度を約40%向上

させ、1.2秒／本程度の処理を可能にした。一方、レ

ーザー3次元解析法によるソーティング技術では、廃

車スクラップ選別の自動供給装置を開発し、実用機へ

の展開を可能とした。海底熱水鉱床に関しては、我が

国研究機関に標準試料を配布するハブ機能を果すとと

もに、高勾配磁選により鉛を分離できる可能性を見出
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した。また、海底選別機の連続試験機を試作、33時間

の連続運転試験を実施して、自動操業の安定性が確か

められた。 

研究テーマ：テーマ題目３ 
 
金属リサイクル研究グループ 

（Metals Recycling Group） 
研究グループ長：田中 幹也 

（つくば西） 
概 要： 

 近年、途上国の急速な経済成長による金属資源の枯

渇懸念や価格高騰を背景に、金属循環型社会の構築が

重要課題となっている。当グループでは、これを実現

するための技術の確立に貢献することを目指して、溶

媒抽出法や吸着法等の湿式法、および溶融塩を用いた

電解法に関して、省エネルギー的で高選択的な金属分

離回収技術の開発を行ない、一次資源（天然鉱石）お

よび二次資源（使用済み製品、廃棄物）からの金属回

収に関する新規プロセス、新規手法を提案することを

目標としている。今年度は、(1) 使用済み無電解ニッ

ケル液からのニッケル回収、(2) 白金族金属の分離剤

開発、(3) ネオジム磁石廃棄物を対象とした希土類元

素の回収、(4) 希土類元素高選択性吸着剤の開発、

(5) 溶融水酸化ナトリウム中での廃超硬工具からのタ

ングステン電解酸化溶解、(6) 溶融塩電解精製による

太陽電池用 Si のリサイクルおよび製造方法の開発等

について研究した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 
大気環境評価研究グループ 

（Atmospheric Environment Study Group） 
研究グループ長：村山 昌平 

（つくば西） 
概 要： 

 当グループでは、大気環境における観測・シミュレ

ーション技術を基盤として、森林生態系の炭素固定能

のモニタリング技術、産業活動の環境影響評価手法及

び地球温暖化防止のための対策評価手法の開発に関す

る研究を行っている。平成25年度は、岐阜県高山市の

冷温帯落葉広葉樹林及びタイの熱帯林において炭素収

支観測を継続した。また、情報通信技術の導入により、

停電や測器不良による欠測期間を大幅に縮小できた。

高精度大気主成分濃度及び同位体測定手法を開発し、

成層圏大気循環の長期変動評価や酸素濃度の高精度航

空機観測に応用した。海洋貯熱量の変動要因の解明す

るために大気上端正味放射量と海面水温の関係を調査

した。九州北部地域での PM2.5組成の変動に関する

解析を行うとともに、利尻島・札幌における元素状炭

素粒子の沈着フラックス経年変化のレコード復元を進

めた。福島原発事故起源の放射性エアロゾルについて、

つくばにおける大気中の放射性核種の担体が2011年8

月より硫酸塩から土壌粒子にほぼ移行したことを明ら

かにした。南大洋及び昭和基地にてエアロゾル粒子の

物理・化学特性に関する観測を実施した。数値モデル

を用いて、名古屋都市圏の温熱環境の現状再現実験及

び将来予測実験を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 
海洋環境評価研究グループ 

（Marine Environment Study Group） 

研究グループ長：鈴村 昌弘 

（つくば西） 

概 要： 

 海洋環境評価研究グループは、海洋を利用した産業

活動が環境に及ぼす影響や効果を評価する手法を開発

することにより政策策定の根拠としうる知見の提供を

目的としている。平成25年度は、温室効果ガス排出抑

制技術として期待される二酸化炭素の回収貯留

（CCS）技術に関わる環境影響評価に向けて、海水

中の pCO2モニタリングセンサーの開発、南太平洋海

域での研究航海にて高水圧下における原核生物への

CO2影響の評価し、さらに英国における海域二酸化炭

素放出実験のデータ解析を進め、CO2漏洩時の堆積物

中のリンの挙動を明らかにした。合わせて沿岸海洋生

態系の創生による大気二酸化炭素削減と沿岸環境浄化

技術の評価として、製鋼スラグを用いた藻場・干潟造

成技術に関わる擬似現場実験を実施した。スラグの化

学特性、栄養塩・微量金属の挙動およびメタゲノム解

析を進めてきた。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 
水環境工学研究グループ 

（Hydro-environmental Technology Research Group） 
研究グループ長：清野 文雄 

（つくば西） 
概 要： 

 水環境工学研究グループは、第2期中期目標期間に

おいて水環境を浄化・修復・保全する新しい水処理技

術を実現するための基盤を確立することを目標として

いる。より具体的には、(1)シクロデキストリン、ナ

ノシート等を利用した有害化学物質の吸着回収技術、

(2)水素、触媒等を利用した硝酸の還元無害化技術、

ならびに(3)マイクロバブル、オゾン等を用いた酸化

無害化技術をターゲットとして、それらの特性を徹底

的に解明し、実用化技術の開発へ向けた基礎データを

構築するものである。 

 上記目的を達成するため、当グループでは、基盤研

究として分子動力学・量子化学計算を用いて有害物質

の吸着回収・凝集化機構のシミュレーション解析を進

めるとともに、量子化学計算結果に基づいてホウ素、
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セシウム等の新規吸着剤の合成に取り組んでいる。 
 応用研究としては、ナノシートならびに環状分子を

用いたより選択性の高い吸着剤の開発、ナノ粒子、マ

イクロ気泡、ナノ気泡界面等の特殊反応場を利用した

有害化学物質の還元処理技術または酸化分解処理技術

の開発に取り組んでいる。 
研究テーマ：テーマ題目12 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］化学物質有害性評価手法の高度化に関

する研究 

［研究代表者］鳥村 政基（計測技術研究グループ） 
［研究担当者］鳥村 政基、青木 寛、金 誠培、 

谷 英典（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 国内外での化学物質の規制強化に伴い、多数の物質の

生体影響評価が必須となるため、膨大な数の生体影響試

験を高速かつ分子レベルで解析するシステムの開発を推

進する必要がある。安全安心な社会の実現に向けて、製

品や産業プロセスから排出され環境中に存在する化学物

質やナノ粒子等の測定、及びこれらへの暴露によって引

き起こされる体内の健康状態の変化をモニタリングする

ことができる迅速で信頼性の高い分析法が必要とされて

いる。このため、特定配列を持った遺伝子の存在をわず

かな量でも検知できる高性能遺伝子プローブの開発、さ

らにこれらプローブがそれぞれ異なる遺伝子配列を持っ

たものを並べて利用できる再現性の高い検知能力を持っ

た遺伝子センサアレイチップの開発が必要である。また、

遺伝子組み換え技術を生物が持つ酵素やタンパク質の持

つ発光機能や化学物質認識機能へと融合することにより、

環境中や生体内の化学物質やホルモンを高感度にモニタ

リングする分析システムの開発も望まれる。さらに、幹

細胞等のヒト細胞を利用した新しい化学物質の生体への

影響評価試験技術の開発が強く期待されており、その可

能性を最先端の分子生物学的手法に基礎を置く評価技術

により判断する必要がある。平成25年度は、遺伝子セン

サアレイチップの表面処理に工夫を加えることでこれま

でよりも再現性の高い遺伝子センサ素子を準備できるこ

とがわかり、この方法で作成した素子をアレイ状に高密

度化した遺伝子発現解析システムの構築に大きな可能性

を見いだすことができた。また、これまで開発を進めて

いたストレスホルモン等を検出するための分子発光プロ

ーブについては、細胞・非細胞系の分析手法を開発し、

ES 細胞から心筋組織への分化誘導にも成功したことで

化学物質の心臓への影響評価に使える可能性を示すこと

が出来た。また、ヒト細胞等計測での利活用の可能性が

期待される細胞について、ノンコーディング RNA を重

点的に解析した結果、従来のがん抑制遺伝子等よりも高

い応答性を有する新規バイオマーカーを何種類か同定し

た。また、マウス ES 細胞において細胞形態の変化およ

び RNA を重点的に解析した結果、化学物質暴露量に依

存した細胞生育速度の変化が起こることを見出すことに

も成功した。さらに、細胞内に人工的に特定遺伝子を発

現させることにより、通常の化学物質への応答性を超え

る化学物質に過敏な細胞を樹立することにも成功した。 
［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］分子プローブ、ストレスホルモン、可視

化、細胞 

 
［テーマ題目２］エレクトロスプレー法による低環境負

荷加工技術の開発 

［研究代表者］脇坂 昭弘 

（環境分子科学研究グループ） 

［研究担当者］脇坂 昭弘、小原ひとみ、寺本 慶之、

山田 奈海葉、鶴島 修夫、鈴村 昌弘、 

尾形 敦（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 エレクトロスプレーは、ノズルとこれに対向する電極

との間に高電圧を与えて強電場を形成し、ノズルから強

電場中に液体試料を供給することにより、ノズルの電位

と同符号の電荷を有する液滴が生成し、それらが電場の

方向に移動するスプレー現象である。我々は、気中及び

液中でのエレクトロスプレー現象を制御して極微小反応

場を形成する技術（エレクトロスプレー反応場）を開発

し、これをナノ粒子合成反応に適用して、従来技術より

もナノ粒子の凝集を抑え、しかも高効率・低環境負荷な

合成が可能なことを明らかにした。 

気中エレクトロスプレー反応場は、正・負の電位を与

えた2本のエレクトロスプレーノズルを対向させ、その

間に1.5 kV/cm 程度の電場を形成することによって構

成される。各ノズルから正および負に帯電した液滴がス

プレーされ、それらは２本のノズル間の電気力線に沿っ

て飛行するため、電場中央付近で正‐負液滴間の衝突が

起こる。正－負液滴間で衝突した後の液滴の平均粒径を

レーザー回折法で計測したところ12.62 µm となり、さ

らに静電レンズ系で選別を行うと4.68 µm まで制御で

きることを見出した。これは二液混合が可能な最小の反

応場がエレクトロスプレーによって形成されたことを示

している。このエレクトロスプレー反応場における液滴

どうしの衝突・混合は、正－負荷電液滴間の静電引力に

よるものであり、同符号（正－正または負－負）の液滴

間の衝突は静電反発力によって排除される。このため、

衝突・混合する液滴は、正－負液滴間に限られ、極めて

高選択的に二液混合を行うことができる。 

気中エレクトロスプレー反応場を用いた金ナノ粒子の

合成反応を以下に示す。塩化金酸（HAuCl4）溶液と還

元剤のアスコルビン酸溶液を正・負各エレクトロスプレ

ーノズルからスプレーし、正・負にそれぞれ帯電した塩

化金酸溶液とアスコルビン酸溶液の液滴間で混合するこ

とによって、Au3+から Au への還元が起こった。生成し

た Au は凝集するが、衝突後の極微小液滴をポリビニル
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ピロリドン（PVP）溶液中に素早く吸引・回収するこ

とで凝集を抑え、金ナノ粒子分散液が得られた。動的光

散乱スペクトル（DLS）と TEM 像により、金ナノ粒子

の平均粒径5 nm を確認した。同じ塩化金酸溶液とアス

コルビン酸溶液をフラスコ内で混合すると、300 nm～3 

µm の巨大な粒子が生成した。本エレクトスプレー反応

場による極微小体積での素早い混合と回収が、ナノ粒子

合成を可能にしたと言える。また、従来法として、二液

を数十～数百マイクロメートルサイズの細管内で混合す

る既存のマイクロミキサー技術を用いて、Au3+を還元し

金ナノ粒子を合成する方法が試みられているが、細管内

壁に金が堆積して閉塞を起こすため、実用化には適して

いない。気中レクトロスプレー反応場は気中の液滴内が

反応場となるため、反応体積を極限まで小さくできるこ

と、さらに、閉塞による反応効率低下が起こらない点で

従来法より優れている。しかしながら、気中で衝突した

液滴を吸引などによって回収する必要があるため、気中

飛散による回収効率低下が問題となった。この問題の解

決のため液中エレクトロスプレー反応場技術を開発した。 

 ヘキサンなどの誘電率の低い液体媒体中で、気中と同

様にエレクトロスプレー反応場を形成することができた。

ヘキサン中で正・負のエレクトロスプレーノズルを対向

させ、各エレクトロスプレーノズルに+3 kV と-3 kV
をそれぞれ印加し、各ノズルから塩化金酸水溶液とアス

コルビン酸水溶液をスプレーすると、ヘキサン中で静電

的に各水溶液の液滴を衝突・混合させることができた。

これにより正－負液滴の衝突後の飛散の問題は解消され、

高効率回収が可能となった。この液中エレクトロスプレ

ー反応場で合成した金ナノ粒子分散液の平均粒径も5nm
以下となることを確認した。 

 これら気中及び液中エレクトロスプレー反応場による

ナノ粒子合成技術を、金属ナノ粒子触媒調製技術、金属

ナノ粒子分散液濃縮技術、及び防藻・抗菌加工技術に適

用する研究を行っている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］エレクトロスプレー、ナノ粒子、マイク

ロリアクター 

 

［テーマ題目３］クリティカルメタル安定供給に資する

天然資源高度分離技術の開発（分野重点

課題） 

［研究代表者］田中 幹也 

（金属リサイクル研究グループ） 

［研究担当者］田中 幹也、大木 達也、古屋仲 茂樹、

西須 佳宏、林 直人、田中 幹也、 

成田 弘一、大石 哲雄、尾形 剛志、

加茂 徹、小寺 洋一、半田 友衣子 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 我が国の持続的発展には、種々の資源・環境制約から

近未来の供給困難が懸念される戦略的金属資源（クリテ

ィカルメタル）の確保が急務である。そのためには廃製

品リサイクル（都市鉱山開発）とともに、未利用天然資

源からの分離回収技術の開発が必要である。特に、深海

底に多量に賦存する鉱物資源や陸上資源であるリン鉱石、

蛍石鉱床等には微量の希土類元素が含まれており注目が

集まっている。これらの資源は低品位であったり組織が

複雑であったりする難処理鉱であるため、経済的・環境

調和的にクリティカルメタルを採取するには高度な選

別・分離・精製技術の開発が必須である。本研究では、

これらの低品位・難処理の天然鉱石から希土類等のクリ

ティカルメタルを採取するための分離・精製技術の開発

を行なう。今年度は以下の2項目について研究を行なっ

た。 

(1) 低濃度の希土類元素含有試料からの浸出試験：低濃

度の希土類元素を含有する試料を対象に、鉱酸（塩酸、

硝酸、硫酸）による浸出試験を行なった。酸の種類に

より、塩の生成の有無等の違いが見られ、その塩に取

り込まれる希土類元素の挙動について知見を得た。ま

た、酸の濃度などを変えることで、希土類元素をはじ

め、鉄、アルミニウム、カルシウムといった主成分元

素の浸出率ならびに浸出液の酸濃度等を把握した。 

(2) 模擬浸出液からの希土類元素回収試験：上記の浸出

試験で得た知見をもとに、低濃度の希土類元素含有試

料からの酸浸出液を想定して模擬浸出液を調製し、希

土類元素の回収試験を行なった。模擬液中の希土類元

素濃度が希薄であるため、吸着法による希土類元素回

収を検討した。吸着剤は産総研において開発した希土

類元素に選択的な吸着が可能なジグリコールアミド酸

修飾シリカゲルを用いた。吸着剤をカラムに充填し、

模擬浸出液からの吸脱着試験を行なったところ、鉄、

アルミニウムといった夾雑物は吸着せず、希土類元素、

特に中・重希土類元素に選択的な吸着が見られた。吸

着した希土類元素は1 M 程度の酸で容易に回収可能

で、回収された希土類元素の濃度は10から20倍程度に

濃縮できた。比較として市販の吸着剤である強酸性陽

イオン交換樹脂についても同様の試験を行なった。強

酸性陽イオン交換樹脂では選択性が低いため、希土類

元素に対して高い濃度で存在している鉄、アルミニウ

ム等が多量に吸着し、結果として希土類元素と夾雑物

の分離が十分に行われない。このように市販の吸着剤

に対して優位な結果が得られ、低品位・難処理の天然

鉱石から希土類元素を回収するための技術として期待

できる。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］天然鉱山、クリティカルメタル、レアメ

タル、レアアース、製錬、吸着 

 

［テーマ題目４］二酸化炭素の生態系内隔離とその監視

技術に関する研究 
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［研究代表者］近藤 裕昭（副研究部門長） 

［研究担当者］近藤 裕昭、村山 昌平、田口 彰一、

兼保 直樹、古賀 聖治、前田 高尚、

石戸谷重之、髙根 雄也、鈴村 昌弘、

左山 幹雄、鶴島 修夫、山田 奈海葉、 

塚崎 あゆみ（常勤職員13名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研が20年以上観測を続けている岐阜県高山市の冷

温帯落葉広葉樹林（高山サイト）及び10年以上観測を続

けているタイの熱帯林において陸域生態系における炭素

収支観測を継続した。情報通信技術導入システムの構

築・運用により、欠測期間が大幅に縮小でき、さらに各

サイトから受信した一般気象データ等の自動処理により、

準実時間での遠隔監視が可能になった。高山サイトにお

いて、環境条件に対する炭素固定能の変化をより詳細に

検討するため CO2、O2濃度及び CO2、水の同位体観測

結果を利用して、正味の炭素収支を光合成と生態系呼吸

に、生態系呼吸を土壌呼吸と葉呼吸に、それぞれ分離評

価する手法の開発を進めた。平成25年10月には高山市で

サイト開設20周年記念の国際ワークショップを開催し、

関連する多分野の研究者と活発な意見交換を行った。 

 近年、藻場・干潟などの豊かな沿岸生態系が、温室効

果ガスの吸収源としても見直されつつある。これら生態

系を創生・修復する技術のひとつとして、産業副生物の

製鋼スラグと浚渫土を利用したアマモ場造成技術の評価

を中国センター阿賀臨海実験場の大型水槽を用いて実施

した。様々な比率で混合した製鋼スラグと浚渫土の混合

土壌にアマモを移植、汲み上げ海水をかけ流し、経時的

に土壌を採取した。これらの試料について、物質循環の

駆動者である細菌に着目し、群集構造解析を行った。 

 また CCS（二酸化炭素回収貯留）技術など深海環境

を利用する気候変動緩和技術に関して、より現実に即し

た環境影響評価を行うため、深海域の優占生物である原

核生物を評価対象とした、安価かつシンプル、可搬性に

優れる、種々の条件について同時に評価可能、といった

特徴を有する高圧培養試験装置の構築を行ってきた。平

成25年度は、当該装置の実海域への適用として、学術研

究船白鳳丸 KH13-7次航海において、南太平洋上にて水

深500m 以深の海水を採取し、従属栄養細菌による二次

生産速度を測定する際の培養過程に本装置を適用し、現

場圧力環境を再現した実験に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭素固定能、陸域生態系、同位体比観測、

製鋼スラグ、高圧培養試験 

 

［テーマ題目５］人為的に設計・開発した生物発光酵素

（ALuc） 

［研究代表者］鳥村 政基（計測技術研究グループ） 

［研究担当者］鳥村 政基、長縄 竜一、佐藤 浩昭、

中里 哲也、青木 寛、野田 和俊、 

愛澤 秀信、谷 英典、重田 香織、 

黄 昱（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の環境計測技術にバイオ・ナノ技術を融合させた

スマートな水質監視用の計測技術を開発するため、その

基盤となる分析装置やセンサ類の開発とその性能評価を

実施する必要がある。水中の毒性量を評価する水質監視

技術確立のため、毒物応答速度や再現性が悪い魚等を利

用した既存システムに代わり、応答速度や分析誤差に優

れた生物等の分子認識系も利用した毒物センサを開発し

てきた。また、従来の機器分析技術の問題点を克服した

前処理自動化等を施した新計測技術もスマート計測の観

点では引き続き重要である。平成25年度は、新たに樹立

した人工生物発光酵素（ALuc）を更に産業利用しやす

い形態に発展させるために、いくつかの分子標識を付け

ることに成功した。また、こうした分子標識が付いた発

光酵素は各種のホルモン様化学物質等の簡便な検出試薬

として利用可能となるが、実際に産業応用できるよう大

量合成技術の検討も進めることができた。一方、これら

ALuc を利用した種々の簡易計測（アッセイ）が場所を

選ばず行えるようにするために、ポータブルで消費電力

が極めて小さい光検出器を試作にも着手し、実用性の高

いマルチチャンネル型の光検出器も開発することができ

た。生物発光技術による環境計測技術以外にも多くの開

発課題を推進した。ヒ素やクロムなどの形態別に計測す

る必要が高い元素の検出技術に関しては、構築した手法

の標準化へ向けて手順書の準備と複数機関による評価試

験の準備を進めた。環境中微生物を迅速に検出するため

のマトリックス支援レーザ脱離イオン化質量分析の技術

に関しても、測定対象としての微生物を真菌にまで拡大

し、基礎データを取得した。さらに、この質量分析によ

る微生物解析技術をより汎用性の高い識別システムへ発

展させるために、データベースの質と量の両方で充実を

図った。また、解析する環境中の微生物濃度が低い場合

にはこの質量分析技術で直接解析することは難しいが、

解析に用いる微生物濃度を十分なレベルに簡便に高める

ために開発した微生物電気的濃縮技術を改良することが

できた。一方、高感度な水晶振動子センサを空気中の有

害物質検出技術へ適用させるため、種々の吸着材を振動

子表面に形成したものについて、長期間の安定性評価を

進めた。また、同センサを液体中でも安定的に利用でき

る性能を付加するために、センサ表層への高分子鎖の導

入についても検討を重ねこれを達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］毒物センサ、環境微生物、微量元素、ガ

スセンサ 

 

［テーマ題目６］HFC 冷媒の海水への溶解度 

［研究代表者］忽那 周三（未規制物質研究グループ） 

［研究担当者］忽那 周三（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

 ヒドロフルオロカーボン類（HFCs）は、冷媒等とし

て広く使用されているが、地球温暖化への影響を使用前

に評価することが求められている。本研究では、地球温

暖化への影響評価に必要な大気寿命推定に関連して、海

洋への溶解による大気寿命推定に必要な海水への溶解度

を測定した。混合冷媒または単独冷媒として使用されて

いるジフルオロメタン（HFC-32）について、ヘンリー

定数と salting-out 係数を5‐35℃の温度範囲でパージ

法により測定した。パージ法による測定では、気泡と溶

液間で気液平衡が成立することを仮定している。通常パ

ージ法で測定対象とする物質よりもジフルオロメタンは

水に対する溶解度が小さいため、実験に用いるパージ管

にガラスらせん板を挿入し、気泡がらせん板の下を伝っ

て上昇することにより気液接触時間を長くして気液平衡

が成立するようにした。また、気液平衡を確認するため、

溶液体積を0.25‐0.35 dm3の範囲で変えて測定結果が

一致することを確認した。さらに、40‐80℃の温度範囲

で PRV-HS 法によりヘンリー定数を測定し、パージ法

測定結果と比較した。ヘンリー定数の温度依存性は、フ

ァント・ホッフ式で整理でき、パージ法と PRV-HS 法

の測定結果は実験誤差範囲内で一致した。ジフルオロメ

タンのヘンリー定数は2件文献値（両文献値は互いに3倍

程度食い違う）があるが、本測定結果は、25℃において

文献値の2.4倍または0.85倍に相当した。海洋への溶解

では、共存塩により溶解度が減少する効果（salting-
out 効果）を定量評価する必要がある。そのため、海水

の主要な塩である塩化ナトリウム、塩化マグネシウム、

硫酸マグネシウム等を異なる濃度で共存させて、パージ

法により5‐35℃の温度範囲でジフルオロメタンの気液

分配係数を測定した。これら気液分配係数とヘンリー定

数の比は、共存塩水溶液中のジフルオロメタンの活量係

数に相当し、その対数は一般に共存イオン濃度の1次ま

たは2次式で整理できることが知られている。測定結果

をこれらの式で整理して、共存イオンごとに係数を決定

した。尚、塩化マグネシウムを含む水溶液では、濃度が

高い条件（約0.1 mol kg−1以上）で気液平衡条件が成立

しない場合があった。また、上記塩の他にカリウムイオ

ン、カルシウムイオンを加え、各イオン濃度を海水の代

表的な値に調整して海水のモデル溶液とし、このモデル

溶液に対するジフルオロメタンの気液分配係数を5‐

35℃の温度範囲で測定した。測定結果は、上述した

salting-out 効果を示す式でほぼ説明できた。15℃にお

ける海水モデル溶液に対するジフルオロメタンの溶解度

は、水に対する溶解度から3割程度減少した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］地球温暖化、大気寿命、ヘンリー定数、

salting-out 効果 

 

［テーマ題目７］土壌中トリクレン除去を目的とした光

触媒システムの構築とその性能評価 

［研究代表者］根岸 信彰 

（環境負荷制御研究グループ） 

［研究担当者］根岸 信彰（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 土壌汚染の代表的な VOC であるトリクレンを光触媒

により除去するシステム構築の検討を行い、モデル機の

試作とそのトリクレン除去性能評価を実施した。システ

ム構造は地下部分と地上部分の二つから成り、地下部分

に関しては土壌にボーリングした縦穴空隙中に浸出した

地下水から VOC を分離揮発させる機構として、繊維質

構造体を用いた毛細管を検討した。水中に溶存させたテ

トラクロロエチレンの揮発を通気状態でモニターしたと

ころ、毛細管を用いたシステムではこれを用いない場合

と比べて5倍以上の長時間に渡りテトラクロロエチレン

の蒸散が続くことを確認した。次に、地上部分の光触媒

構造体の設計･製作を行った。初期モデルとして、10W
ランプでも励起が可能な全高300mm のリアクターを作

製し、溶射法による金網担体への光触媒固定、並びにパ

ンチングメタルへの光触媒固定の二通りを検討した。金

網担体のものは僅かな触媒活性しか示さなかったが、パ

ンチングメタル担体のものでは、参照触媒である P25を
担持したものとほぼ同等の触媒性能を示した。これら結

果を踏まえて、太陽光励起を前提とした実証サイズに近

い全高1500mm のリアクターの設計･製作を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒・土壌汚染・VOC・トリクレ

ン・パッシブ浄化 

 

［テーマ題目８］使用済み工業製品からの資源回収技術

の開発 

［研究代表者］加茂 徹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］加茂 徹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 使用済み FRP 製 LPG ガスタンクを有機溶媒中で可

溶化し、いったん可溶化された FRP を熱分解すること

で循環溶媒を製造して FRP からガラス繊維を安価に回

収できるシステムを構築する。本年度は、長いガラス繊

維を巻き付けポリビニルエステルで固めた FRP タンク

モデルを各種の有機溶媒中で加熱処理し、可溶化速度に

対する溶媒や触媒の影響を検討した。またいったん溶け

た FRP を400～600℃で熱分解し、回収された液体生成

物の組成に対する分解温度の影響を検討した。5 mm
に粉砕した FRP は、微量の硫酸やリン酸を添加すると

クレゾール中1～2時間以内に可溶化できた。FRP タン

クモデルの可溶化では、繊維間に溶媒が浸入する時間が

必要で、FRP は溶媒が付加した変性樹脂を経て可溶化

され、重質な液体生成物として回収された。重質な液体

生成物から溶媒を蒸留して得られた蒸留残液の熱分解で

は、熱分解温度が高くなるに従って液収率が増加し、
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600℃で約95%が液体生成物として回収された。  

［分 野 名］環境・エネルギー 

 

［テーマ題目９］膜分離活性汚泥槽への油添加により誘

発される膜ファウリングとその原因微生

物群 

［研究代表者］尾形 敦（浄化機能促進研究グループ） 

［研究担当者］尾形 敦、堀 知行、佐藤 由也、 

飯島 孝行（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 膜分離活性汚泥法（MBR: Membrane bioreactor）は、

活性汚泥と処理水の分離を MF 膜または UF 膜により

行う水処理再生の中核技術である。標準的な活性汚泥法

に比べて、省スペースで良好な処理水質が得られるもの

の、微生物や有機物の付着による膜ファウリング（膜の

目詰まり）の問題が深刻化している。本研究では、

MBR への油添加によって膜ファウリングと処理性能低

下を誘導し、その過程における微生物群の遷移と MBR
荒廃後の膜付着微生物群を次世代シークエンサー

（MiSeq, Illumina）により同定した。MBR に230L の

活性汚泥を満たし、水利学的滞留時間2日の条件で人工

下水の好気処理を開始した。運転期間を通してファウリ

ング指標である膜間差圧と物理化学的パラメーター（温

度、pH、DO、MLSS、TOC、COD-Cr、TN、アンモ

ニア濃度）を追跡した。油の添加濃度を200～800 ppm
で段階的に上げたところ、それに伴って膜間差圧が上昇

した。油添加濃度が600 ppm を超えると、処理水中の

有機物とアンモニアの濃度が急激に増加した。経時的に

採取した活性汚泥試料から微生物 DNA を抽出し、16S 
rRNA 遺伝子の部分配列を標的とした PCR を行った。

得られた増幅遺伝子断片を精製し、次世代シークエンサ

ーにより解析した結果、膜間差圧の上昇期と処理性能の

低下期に顕著に増加する微生物群が同定された。さらに

MBR 内で浮遊菌体としての相対存在量は極めて小さい

が、膜上で優占化する未知微生物群が見出された。これ

らは膜ファウリングまたは MBR 処理性能低下に直接的

に関与することが強く示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］膜分離活性汚泥法、膜ファウリング、微

生物、次世代シークエンサー 

 

［テーマ題目10］都市街区内における温熱環境の将来予

測・影響評価に向けた屋外温熱環境の実

態調査（運営費交付金） 

［研究代表者］髙根 雄也 

（大気環境評価研究グループ） 

［研究担当者］髙根 雄也、近藤 裕昭 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 都市域の温熱環境の悪化は夏季に熱中症などの健康被

害をもたらす。温熱環境を表す指数（温熱指数）として、

国内では、JIS や ISO7243の標準尺度であり、熱中症患

者数と明瞭な相関を持つ湿球黒球温度（Wet-Bulb 
Globe Temperature: WBGT）がおもに使用されている。

しかし、熱中症予防情報として、気象官署やアメダスな

どの芝地のオープンスペースで算出・推定・予測された

WBGT が発表されているが、都市部で居住・労働する

人々の生活空間である都市街区内における WBGT とは

異なると考えられ、人々の実感に合いにくいという問題

がある。この問題を解決するためには、都市街区内にお

ける人々の実感に合った WBGT の現地調査が必要であ

る。温熱指数には、上述した WBGT の他に、PMV
（ Predicted Mean Vote ） や PET （ Physiological 
Equivalent Temperature）など、様々なものがある。

上述のように国内では WBGT がおもに使用されている

が、欧州では PMV と PET が頻繁に使用されており、

どの指数も温熱指数を評価する指数としての世界的なコ

ンセンサスは得られていない。 

 本研究の目標は、(1) 日本の大都市圏において、

WBGT を含む複数の温熱指数の現地観測を行うことに

より、都市街区内における人々の実感に合った温熱環境

の実態を把握すること、及び(2) 都市街区環境の違いを

考慮できる都市気象・建物エネルギー連成数値モデル

（WRF-CM-BEM）を用いた都市街区内の温熱環境の

予測実験・健康影響評価のための検証用データを取得す

ることである。これにより、温熱指数の世界的（もしく

はアジア圏での）コンセンサス作りに貢献することを目

的とする。 

 平成25年度は上記の目標の達成に向け、以下の3つの

ことを実施した。 

(1) 首都圏で発生する高温の将来予測・影響評価に向け

た予備的な数値シミュレーション 

(2) 都市街区の温熱環境を測定可能な人体装着式温熱環

境測定器の作成 

(3) 上記(2)を用いた被験者実験の実施 

 (1)により、本研究で使用する数値モデルは首都圏で

発生する高温を再現可能なパフォーマンスを有している

ことが確認できた。また、(2)・(3)により都市街区の温

熱環境を測定することに成功した。今後は、(2)の測定

器を改善しながら(3)の調査を更に実施する。さらに、

インターネット等を介したアンケート調査を別途行い

人々の実感と温熱環境との関係を調べることにより、上

記の目的に向けて研究を進める予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］温熱環境、都市、高温、都市気象・建物

エネルギー連成数値モデル、人体 

 

［テーマ題目11］製鋼スラグを用いた沿岸アマモ場創生

技術における栄養塩動態の解析 

［研究代表者］鈴村 昌弘 
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（海洋環境評価研究グループ） 

［研究担当者］鈴村 昌弘、塚崎 あゆみ、 

山田 奈海葉、鶴島 修夫、中里 哲也、

谷本 照己、黄昱 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 干潟・藻場創生のための基盤材として産業副成物であ

る製鋼スラグの活用を目指し、製鋼スラグ土壌の利用が

沿海域の栄養塩動態へもたらす影響評価を行った。土壌

が底生生物の生息場となっていくことを勘案し、有機物

を豊富に含む航路浚渫土を製鋼スラグに添加した混合土

壌について評価した。混合土壌－海水間における栄養塩

動態を定量的に把握するため、混合土壌の柱状コアを作

製し、海水流水水槽での沈置実験を実施した。スラグの

代わりに珪砂を用いた系を対照区として設置した。 

 379日経過後のコア試料間隙水中の窒素は、主にアン

モニア態で存在し、それに硝酸および亜硝酸態窒素を加

えた全窒素濃度はスラグ混合土壌の方が珪砂混合土壌よ

り高かった。リン酸態リン濃度はスラグ混合土壌で珪砂

混合土壌に対して一桁低かった。スラグには高濃度のリ

ンが含まれているが、それらのリンは放出されず、むし

ろ間隙水中のリン酸を吸着しているものと推測される。

ケイ酸態ケイ素の濃度には pH 依存性が認められ、間隙

水の pH が高いスラグ混合土壌の5cm 以深で急激な濃度

の増加がみられた。コア実験で収集したデータから379

日間の堆積物表層から海水への栄養塩の拡散フラックス

積算値を算出したところ、いずれの混合土壌においても

浚渫土の割合が高い程拡散フラックスは大きくなり、ス

ラグや珪砂よりも浚渫土の方が栄養塩放出への寄与が大

きいことが示唆された。リン酸の拡散フラックスはスラ

グの混合により珪砂より一桁小さくなったことから、沿

岸基盤材に製鋼スラグを用いても急激な栄養塩の放出に

よる富栄養化の懸念は小さく、製鋼スラグは徐放的なリ

ンの施肥効果を有することが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］栄養塩、製鋼スラグ、沿岸生態系、アマ

モ場、環境創生 

 

［テーマ題目12］水中の有害化学物質の吸着除去・分解

技術に関する基礎研究 

［研究代表者］上桝 勇（水環境工学研究グループ） 

［研究担当者］上桝 勇、中山 紀夫、清野 文雄 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

有害化学物質の吸着除去技術の基礎研究では、シクロ

デキストリン分子の化学物質に対する高度な選択性を利

用することにより水中のにおい成分を除去する技術の開

発を進めた。まず、ある種の官能基を有する樹脂粒子と

シクロデキストリンの水酸基との間の求核置換反応を利

用してシクロデキストリン分子を結合した吸着剤の合成

を行った。また、合成した吸着剤等を用いて、ジオスミ

ンならびに2-メチルイソボルネオールの吸着試験を行い、

その性能を検証した。バッチ式吸着試験では、前処理し

たシクロデキストリン結合吸着剤に、ジオスミンまたは

2-メチルイソボルネオールの水溶液を加え、恒温水槽内

で振とうし、静置後、水層をガスクロ分析した。流通式

吸着試験では、ガラス管に前処理したシクロデキストリ

ン結合吸着剤を充填し、ジオスミンまたは2-メチルイソ

ボルネオールの水溶液を下向流で通液して、通過液をガ

スクロ分析した。吸着試験によりシクロデキストリン結

合吸着剤が、水中のジオスミンおよび2-メチルイソボル

ネオールの除去に有効であることが確認された。 

有害化学物質の分解技術に関する基礎研究では、水素

と触媒を併用した硝酸の分解技術の研究に取り組んだ。

まず、触媒の担持材を Al2O3からある種の有機材料に変

えることにより、ほぼ同等の分解性能を維持しつつ、触

媒の製造コストを下げるのに成功した。また、触媒の再

生可能性という観点から触媒の見直しを行い、有望な触

媒の担持方法を見出した。さらに、H2純ガスの代りに

H2/N2混合ガスをマイクロバブル発生装置を用いて吹き

込むことにより、安全性を高めつつ、水溶液中の H2濃

度を増大させることに成功した。実験は、KNO3水溶液

に気液二相流せん断方式のマイクロバブル発生装置を使

用して H2/N2混合ガスを吹き込み、イオンクロマトグ

ラフを用いて水溶液中の硝酸イオン、亜硝酸イオン等の

濃度の経時変化を測定した。触媒としては、Pd‐

Cu/Al2O3触媒を用い、これをセルロース製多孔膜に固

定して実験に供した。H2/N2混合ガスをマイクロバブル

化して吹き込むことにより、NO3
－還元反応速度は、通

常気泡を用いた場合の約20倍に向上した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］水環境、有害化学物質、吸着、酸化・還

元処理、マイクロバブル 

 

⑫【環境化学技術研究部門】 
（Research Institute for Innovation in Sustainable 
  Chemistry） 

（存続期間：2004.5.1～） 

 
研究部門長：柳下 宏 
副研究部門長：大森 隆夫、北本 大 
総括研究主幹：藤谷 忠博、新納 弘之、榊 啓二 
 
所在地：つくば中央第5、つくば西 

人 員：40名（40名） 

経 費：544,929千円（387,004千円） 

概 要：  
１．ミッションと目標 

 環境影響を考慮しつつ、持続可能な社会とそれを

支える化学産業などの進むべき方向を示唆する、
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「グリーン・サステイナブルケミストリー

（GSC）」が提唱されている。GSC とは、簡単に

言えば「環境に優しいものづくりの化学」である。

環境破壊の主因のように言われることもある化学だ

が、およそすべての製造業の基盤として、化学なく

して「ものづくり」はあり得ない。 

 本研究部門では、長期的視野も取り入れ GSC を

より広くとらえ、「環境共生化学」として以下の技

術課題に関する研究を実施する。 

1) 再生可能資源を利用する材料・反応・プロセス

技術 

2) 化学プロセスの省エネ化を可能とする分離技術 

3) 産業の環境負荷低減を図るレーザー化学技術 

4) 先端化学材料の評価技術 

  上記課題に関する最終ゴールは、再生可能資源を

用いて環境負荷となる廃棄物を生み出すことなく、

また最小のエネルギー使用量で、選択的に目的製品

を製造する技術の開発である。一方、現在の産業技

術体系は膨大な既開発技術の蓄積に基づいており、

産業技術転換には莫大なコストと長期にわたる新技

術導入期間が不可欠となっている。そこで本研究部

門では、短・中期的観点から既存産業の環境負荷低

減技術及びエネルギー効率向上技術の研究開発を、

長期的観点から上記最終ゴールを目指す画期的な産

業技術の研究開発をバランス良く進める。 
 また、産総研が産業技術向上のための公的研究開

発機関であることを踏まえ、総合研究所としての優

位性を活かしつつ、経済性・社会性を考慮した研究

開発を進めることが重要である。特に、新産業技術

創出のための核となる異分野技術の融合には、化学

技術の特徴を活かし、常に積極的に取り組むととも

に、製品をイメージし、企業ニーズに適応した研究

開発を行っていく。 
２．研究の概要 

 本研究部門は、独立行政法人の存立のよりどころ

である第3期中期目標・中期計画の達成に向けて全

力を傾ける。また、本研究部門が化学技術分野の研

究者の集団であることも考慮して、上記の4つの技

術課題を第3期中期計画期間における重点課題とし

て設定している。 
 近年の社会・経済情勢の変化により次の3点が本

研究部門の研究開発方針に影響を及ぼしている。 
・原油価格は、今後も高止まりの状況が続く。 
・二酸化炭素等による地球温暖化問題が顕在化し、

省エネルギー技術の普及とともに循環型資源・エ

ネルギーへの転換加速がより強く求められている。 
・複数の材料メーカーとユーザーメーカーが集結し

て拠点を形成し、先端材料の性能を適切に評価す

る手法を開発・共有することが望まれている。 
このため、重点課題の1)については、化学製品原

料の石油資源からバイオマスへの転換技術実現の加

速が求められる状況にあり、また注目が集まるバイ

オベース材料については、民間企業との協力を視野

に入れつつ、研究開発の重点化・加速化を図る。2)

については研究対象を新規分離材料の開発に限るこ

となく、実用化時期とその規模を見据えつつ、ニー

ズに合った形で反応・分離・製造プロセスの省エネ

ルギー化に関して研究開発を実施する。3)について

は、新しい省エネルギー型レーザー表面化学プロセ

スの開発により製造の高効率化を図り、産業活動の

環境負荷低減に貢献するとともに、技術研究組合次

世代レーザー加工技術研究所の技術開発に協力する。

さらに4)については、次世代化学材料評価技術研究

組合で行う有機エレクトロニクス材料等の評価・標

準化技術、及び基礎解析技術の開発に協力する。 
３．体制・運営 
１）体制・運営に関する工夫・努力 

 本研究部門は、職員および外部研究員で100名程

度の規模の研究ユニットである。従って、研究部門

長のみによるフラットな組織管理・運営は困難と考

え、研究グループ長を一次管理者、研究部門長を二

次管理者とする二階層による組織管理・運営を基本

とする。研究グループ内の予算配分・個々の研究者

の研究課題設定・外部資金への応募等については、

研究グループ長が一次判断を行う。研究グループ内

の予算・スペース・勤務時間・各種リスクの管理も、

研究グループ長が一次管理者を務める。 
 研究部門長はライン上にある研究グループ長の一

次判断を尊重しつつ、必要に応じてスタッフである

副研究部門長・総括研究主幹等の意見を聞きながら

最終決定を行う。また、研究部門長は研究グループ

間の調整を行うほか、他研究ユニットや産総研外の

組織と研究グループとの関係についても総括責任者

として調整する。副研究部門長及び総括研究主幹は

これを補佐する。以上のように、研究部門長を中心

とするラインとスタッフの役割分担と責任の所在を

明確にした形で運営を行っている。 
２）本格研究の考え方 

 本研究部門における多くの研究は第二種基礎研究、

すなわち既知の知識の融合・適用によって社会・産

業ニーズに応えようとする研究と位置付けられる。

ただし、ともすれば論文・特許等の目に見えやすく

アウトプットが現れやすい、開発研究からやや距離

を置いた位置に止まりがちとなっている。産業界へ

の技術移転を速やかに進める観点から、本研究部門

では第二種基礎研究における上流から下流まで、す

なわち第二種基礎研究のシーズから開発研究の導入

部までを実施する。また、第一種基礎研究について

は、第二種基礎研究を実施中にしばしば得られる未

知現象の原理解明を中心とし、真に新たな技術シー
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ズにつながる可能性のある課題を主対象として研究

を実施する。 
３）産学連携・知的財産・成果普及・広報についての

考え方 

 本研究部門は、研究者のオリジナルな成果を核と

した技術の研究開発及びその展開を最も高い優先度

で推進する。研究課題の実施に当たっては、基本特

許となるべき発明を単独で行うことを優先し、強固

な知的財産権を確立した後、共同研究等を通じて技

術移転を行い産業化を進める。 
 一方、集中的研究実施体制が効果的と考えられる

社会・産業ニーズの大きい課題については、初期段

階から国家プロジェクトあるいは資金提供を受けた

研究コンソーシアム等を通じた共同研究体制により、

加速的に研究開発を推進する。この場合、技術シー

ズのすべてが産総研オリジナルではないケースも想

定されるが、産総研のミッションが産業技術向上へ

の直接貢献であることを踏まえ、さらなる知的財産

権の獲得を目指しつつ、技術展開における中核的役

割を果たすとともに、国際標準化も視野に入れて活

動する。 
 個別ニーズに応える産業技術の研究開発課題につ

いては、競争関係にある民間企業と適切な関係を保

ちつつ、技術の早期の完成を目指した受託研究・共

同研究を推進する。これらの積極的展開は、場合に

よっては知的財産権の複雑化を招くが、知的財産関

係の情報漏洩には十分留意し、民間企業を含む外部

機関関係者との信頼関係醸成に努める。 
 本研究部門は、ナショナルイノベーションシステ

ムにおける産総研の役割を認識し、学界に止まらず

広く社会や産業界を対象として積極的な成果普及・

広報を心がけるとともに、「活動の見える化」を推

進する。特に、産総研が主として公的資金に基づく

組織であることを踏まえ、各種のアウトリーチ活動

や、社会への研究活動・成果の紹介に注力する。そ

の際には、一般の人にも理解しやすい明快な広報に

努める。 
--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 
戦略予算 化学系材料の分析用超高分解能走査型電子顕

微鏡の整備 
 
外部資金： 
農林水産省 農林水産業・食品産業科学技術研究推進事

業 畑作の省力化に資するバイオプラスチック製農業資

材分解酵素の製造技術と利用技術の開発 

独立行政法人科学技術振興機構 CREST ナノ細孔を

有する多孔質材料の機能化 

 

独立行政法人科学技術振興機構 ALCA 触媒の表面化

学、構造解析と設計 
 
独立行政法人科学技術振興機構 ALCA 炭素膜の研究

開発とプロセス検討 
 

独立行政法人科学技術振興機構 A-STEP バッチ式内

部熱交換型蒸留システムの実用化開発 

 

独立行政法人科学技術振興機構 A-STEP セロビオー

スリピッドの紐状ミセル形成とその実用に関する研究 
 
独立行政法人科学技術振興機構 ALCA 高性能アンモ

ニア分解触媒の開発 
 

公益財団法人名古屋産業科学研究所 戦略的基盤技術高

度化支援事業 自動車部品等の軽量化を促進するための

メタルと炭素繊維強化プラスチックス（CFRP）のレー

ザを用いる異材接合技術のシステム開発 
 
文部科学省 科学研究費補助金 プラスチックの嫌気生

分解の解析 
 
文部科学省 科学研究費補助金 化学発光法を用いた化

学材料評価手法の開発 
 
文部科学省 科学研究費補助金 金属・有機構造体を用

いた機能性分離膜の開発 
 
文部科学省 科学研究費補助金 副生グリセリン利用を

指向したキラル酸化バイオプロセスの高度化と応用 
 
文部科学省 科学研究費補助金 パラジウム膜を用いて

達成しうる最大水素透過流束の評価 
 
文部科学省 科学研究費補助金 短寿命代替フロン物質

の地球温暖化ポテンシャル新指標の開発 
 
発 表：誌上発表100件、口頭発表138件、その他14件 

--------------------------------------------------------------------------- 
界面有機化学グループ 

（Interfacial Organic Chemistry Group） 
研究グループ長：甲村 長利 

（つくば中央第5） 
概 要： 

 優れた有機材料は使用される用途に応じて様々な機

能を持つ。その機能は有機化学反応や有機エレクトロ

デバイス中における反応界面にて発揮される。当グル

ープでは、精密有機合成技術と界面評価技術を組み合

わせ、反応界面の制御を目的とした機能性有機分子材

料の開発および界面制御を考慮に入れた機能性化学品
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の精密合成に関わる新規プロセス開発を主眼とした研

究を行っている。これにより、高性能・高信頼性エネ

ルギー変換デバイスへの応用や化学材料の品質管理の

ための迅速評価手法への適用を目指している。 
研究テーマ：テーマ題目４ 
 
機能表面化学グループ 
（Functional Surface Chemistry Group） 
研究グループ長：中村 功 

（つくば中央第5・つくば西） 
概 要： 

 物質循環型社会を実現するためには、炭素資源や鉱

物資源などの多様な資源の確保とその有効利用が不可

欠である。そのため、バイオマス資源や再生可能資源

等を原料とする化学品製造プロセスの構築に向けた技

術の高度化が必要とされている。当グループでは、バ

イオマスを原料とする化学品製造プロセスに必要な触

媒による化学変換の技術開発に取り組んでいる。具体

的には、セルロース由来の有機酸から芳香族等の有用

化学品の合成、乳酸からアクリル酸への変換、および

バイオマスエタノールからプロピレンへの変換に対す

る高性能触媒の開発研究を進めている。さらに、表面

科学的手法等の高度な in situ 計測・分析技術も駆使

しながら、実用化に向けた触媒の高性能化に関する検

討も行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 
 
膜分離プロセスグループ 
（Membrane Separation Processes Group） 
研究グループ長：榊 啓二 

（つくば中央第5） 
概 要： 

 当グループでは、膜利用高効率化学プロセスの構築

に貢献することを目的として、膜素材の合成から製

膜・評価技術の確立と膜応用プロセスの開発まで、膜

分離の基礎から応用にわたる基盤研究を一貫して推進

している。膜素材としては、水素のみを選択的に透過

する水素透過性金属膜、及び分子スケールの孔で小さ

な分子を透過させる分子ふるいカーボン膜や金属有機

構造体膜、選択透過性を有するゼオライト膜に着目し

ている。膜や分離システムの開発はもとより、高精

度・高感度な測定解析手法の開発や計算機シミュレー

ションを活用した膜・膜モジュールの評価解析も進め

ている。得られた技術や知見は、分離膜以外へも積極

的に展開している。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４ 
化学システムグループ 

（Energy-Efficient Chemical Systems Group） 
研究グループ長：遠藤 明 

（つくば中央第5） 

概 要： 
 当グループでは、化学システムの省エネルギー化や

環境負荷低減化の分野において、化学工学及び材料科

学の観点から材料技術とシステム技術を一体化してと

らえた研究を展開し、得られた成果を積極的に社会・

産業界に発信していくことを通じて、持続発展可能な

社会の構築に資することを目標としている。具体的に

は、ナノ空間及び界面での物質移動・吸着現象・化学

反応に注目し、材料の合成－構造－機能の関係を意識

しつつ、グリーン・サステイナブルケミストリーの発

展に貢献するための材料合成技術・構造評価技術の開

発、ナノ空孔材料の特性を活かした反応場の構築及び

プロセス開発、省エネルギープロセスの解析とプロセ

ス強化・システム化に関する研究を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 
 
バイオケミカルグループ 
（Bio-Chemical Processes Group） 
研究グループ長：羽部 浩 

（つくば中央第5） 
概 要： 

 当グループでは、バイオマス等の未利用資源の積極

的な活用を目的として、各種の生物・化学プロセスを

活用した高付加価値製品の生産技術に取り組むととも

に、革新的な産業技術の創出を目指した機能性化学品

の利用技術の開発も行っている。具体的には、環境適

合性と機能性を併せ持つ新しい材料であるバイオサー

ファクタントの各種産業分野への応用を目指し、酵素

や微生物を利用した製造技術の高度化や用途開拓等を

進めている。また、バイオディーゼル燃料の製造等に

おいて副生するグリセリンの有効利用を目的として、

グリセリンからグリセリン酸を生産する技術の高度化

や、グリセリン酸を誘導体化して得られる新規な機能

性化学品について、各種物性・機能性の評価を進めて

いる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 
 
高分子化学グループ 
（Polymer Chemistry Group） 
研究グループ長：国岡 正雄 

（つくば中央第5） 
概 要： 

 当グループでは、持続可能な循環型社会システムに

適合し、原料を石油に限定することなく、未利用の再

生可能原料（バイオマス・農業廃棄物等）からリサイ

クル可能な循環型高分子を開発している。その製造に

用いる環境適合型プロセス、利用が促進されるような

高機能な性能を持つバイオマスプラスチック、バイオ

マスからの効率的な生産法、及びその基盤技術の開発

を行っている。また、環境に負荷を与えない廃棄物処
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理として、生分解・再資源化についても併せて検討し

ている。具体的な研究テーマは次の通り。1)循環型高

分子材料の利用促進のために、化学的手法（有機合成

化学反応・光化学反応）を用いて、熱的・機械的性質

や機能に優れた循環型高分子を開発する。2)環境適合

技術及びその関連技術を利用して、実際にその製品の

実用化に関与している企業とともに効率的生産法を開

発する。3)循環型高分子の市場への投入促進のために、

バイオプラスチックに関わる再資源化率・生分解率・

バイオマス炭素含有率等の測定法の国際規格の原案作

りを行う。4)高分子材料の耐久性評価技術の標準化の

検討を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４ 
 
レーザー化学プロセスグループ 
（Laser-Induced Materials Processing Group） 
研究グループ長：新納 弘之 

（つくば中央第5） 
概 要： 

当グループでは、レーザー化学技術の研究に基づく、

新しい省エネルギー型レーザー表面化学プロセスの高

効率化を行うとともに、先端的光技術と分野融合によ

る新技術開拓を目的として、光化学表面反応プロセス

を駆使した省工程・省部品化を目指すレーザー局所場

処理技術の創出を行い、産業活動の環境負荷低減に貢

献するグリーンイノベーションに取り組んでいる。特

に、太陽電池の高速スクライブ加工並びに超軽量構造

材である炭素繊維複合材料に対する省エネルギー型高

速加工技術を開発している。 
研究テーマ：テーマ題目３ 
 
化学材料評価基盤グループ 

（Chemical Materials Evaluation Group） 
研究グループ長：須田 洋幸 

（つくば中央第5） 
概 要： 

有機 EL 素子や有機薄膜太陽電池などの電子デバイ

スの分野では、素子に用いられる機能性有機・高分子

材料や、封止材などの周辺部材の高耐久化・長寿命化

が喫緊の課題となっている。当グループでは、産業界

のニーズを踏まえた先端化学材料の耐久性評価として

の加速劣化試験法の開発、構造及び機能評価技術の高

度化、基礎解析技術の開発、劣化機構の解明、評価手

法の国際標準化、材料設計指針の確立等の分野横断的

な取り組みを推進している。これにより、先端化学材

料・部材を迅速かつ確実に製品化につなげる共通基盤

的な化学材料評価研究拠点を形成し、我が国化学産業

の国際競争力強化に貢献することを目指している。 
研究テーマ：テーマ題目４ 
--------------------------------------------------------------------------- 

［テーマ題目１］再生可能資源を利用する材料・反応・

プロセス技術 

［研究代表者］藤谷 忠博（総括研究主幹） 
［研究担当者］藤谷 忠博、大森 隆夫、北本 大、 

中村 功、高橋 厚、桑原 泰隆、 
羽部 浩、井村 知弘、佐藤 俊、 
森田 友岳、福岡 徳馬、遠藤 明、 
山本 拓司、国岡 正雄、田口 和宏、

大内 秋比古、船橋 正弘、八木 久彰、

大石 晃広（常勤職員19名、他11名） 
［研 究 内 容］ 
 化石資源に替わってバイオ原料から化学品を製造する

ための技術開発及びプロセス開発は、日米欧を中心に戦

略的な取り組みが始まっている。本テーマでは、国際競

争力のあるバイオ由来化学品生産プロセスの確立を目指

し、バイオアルコールからの基幹物質製造プロセス開発、

バイオ基幹物質製造技術・利用技術の開発、及びプラス

チック製品の組成毎のバイオマス炭素含有率の測定法の

開発に取り組み、各基盤技術の確立を図るとともに実用

化指向の全体プロセス設計・評価を行っている。 

（バイオアルコールからの基幹物質製造プロセス開発） 
 バイオエタノールからプロピレンを製造するための反

応プロセス、及び分離プロセスの開発を行った。触媒反

応においては、これまでに見出した酸化物系触媒をベン

チプラントで使用し、その性能と運転条件の確認を行っ

た。また、ベンチプラントの運転により、触媒の寿命評

価も行った。プラント運転の反応結果から、長時間運転

で活性劣化することが予測されたので、現行触媒の安定

性改良を行った結果、種々の酸化物を加えた触媒が、安

定した触媒活性を維持することを確認した。また、反応

メカニズムについても明らかにした。 

（バイオ基幹物質製造技術・利用技術の開発） 
 グリセリン酸はバイオディーゼル燃料の製造で副生す

るグリセリンを原料に微生物生産可能な化学品であり、

種々の応用が期待されている。そこで実際に副生する、

不純物（メタノール）を含むグリセリンの原料化を目的

に、メタノール存在下でも効率的にグリセリン酸を生産

可能なプロセスの開発を行った。メタノール存在下で、

グリセリンを酸化可能な微生物を利用し、効率的にグリ

セリン酸を生産することに成功した。また、グリセリン

酸の利用技術に関する研究開発も行った。グリセリン酸

誘導体として、配糖体の一種であるα－グルコシルグリ

セリン酸を合成し、生体分子保護作用などの機能性を有

していることを見出した。 

（プラスチック製品の組成毎のバイオマス炭素含有率の

測定法の開発） 
 プラスチック製品は多くの化合物の混合物であり、ど

の成分にバイオマス由来炭素が含まれているかが重要な

要素となっている。プラスチック製品に関わる樹脂成分

と添加剤成分のバイオベース度に関わる ISO 国際標準



研 究 

(86) 

規格の ISO 案（ISO/DIS16620シリーズ）を作成し、技

術委員会61（TC61プラスチック）で国際審議を行った。

ゴム製品に関わるバイオベース度に関わる ISO 国際標

準規格の予備提案を技術委員会45（TC45ゴム及びゴム

製品）に行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］バイオアルコール、バイオサーファクタ

ント、グリセリン、バイオベースプラス

チック 
 

［テーマ題目２］化学プロセスの省エネ化を可能とする

分離技術 

［研究代表者］榊 啓二（膜分離プロセスグループ） 
［研究担当者］榊 啓二、原 重樹、大森 隆夫、 

根岸 秀之、吉宗 美紀、原 伸生、 

遠藤 明、川合 章子、山本 拓司、 

片岡 祥、上村 佳大、池上 徹 

（常勤職員12名、他5名） 
［研 究 内 容］ 
 化学プロセスを環境調和型プロセスへ変革するために、

エネルギー消費の約40%を占める分離プロセスの革新が

求められている。この要求に応えるべく、本テーマでは

原理的に高効率な膜分離法及び産業分野で広く利用され

ている吸着分離に関する研究開発を行っている。膜素

材・吸着剤の開発から、モジュール化・システム化・評

価・解析などの性能実証までに必要な技術を発展・融合

させることにより、本格研究を実践している。さらに、

開発した技術の用途開拓を積極的に推し進め、化学プロ

セス以外の用途にも展開することにより、広く社会に貢

献することを目指している。 

（化学プロセスのための新規分離膜の開発） 
 分子ふるい炭素膜を用いた化学原料の脱水精製につい

て、水/イソプロパノール分離で優れた分離性能を示し

た分子ふるい炭素膜の実験結果をもとに、イソプロパノ

ール製造プロセスのシミュレーションを行ったところ、

分離精製に必要なエネルギーは0.1MJ/kg と計算された。

従来の蒸留法での所要エネルギーと比較し90%以上のエ

ネルギー削減が達成可能であることを明らかにした。 

 金属有機構造体膜の開発においては、金属有機構造体

の一種であるゼオライト様イミダゾレート構造体

（ZIF-8）を用いた気体分離膜の開発を行った。ZIF-8
膜の作製は分離層の欠陥低減効果のある対向拡散法を用

いた。気体透過特性の解析から、ZIF-8膜は分子サイズ

の違いに基づいて、優れたプロピレン／プロパン分離性

能を示すことを明らかにした。 

 バイオブタノール分離用シリカライト-1膜の作製と膜

性能評価について検討を行った。ブタノール濃度1wt%
の実発酵液からの浸透気化法による膜透過流束は、

1wt%ブタノール水溶液に比べ低下したものの、分離係

数は400以上となり、実発酵液でもモデル水溶液と同等

の膜分離性能を示した。また、分離膜製造コストの低減

に向けた検討の一つとして、多孔質支持体上へ種結晶塗

布するための泳動電着法に、不燃性で極性を有するフッ

素系エーテルを適用することで、安全かつ種結晶塗布に

要する消費電力量を従来の1/1,000以下にできる可能性

を示した。 

（低温廃熱の有効利用が可能な新規ナノ多孔質吸着剤の

開発） 
 低温廃熱において再生が可能な新規ナノ多孔質吸着剤

として、メソポーラスシリカが有力な候補であるが、こ

れまで低温における水蒸気の吸着・脱着挙動や、泳動電

着法による金属基板上への固定化等の検討を行ってきた。 

 本年度は材料側からみた吸着・脱着速度の向上法とし

て、細孔構造による吸着速度の差や、圧力差による速度

の差に注目して検討を進めた。細孔構造については、シ

リンダー状細孔が屈曲しているメソポーラスシリカとし

ていないメソポーラスシリカを合成し、それぞれについ

て水蒸気の吸着・脱着速度を評価したところ、屈曲して

いないものの方が速度の点で有利であることがわかった。

また、泳動電着法による固定化では、これまで TEOS
をバインダーとしての製膜を検討してきたが、ポリマー

をバインダーとして製膜することで性能低下を最小限に

抑えつつ強度の優れた膜の作製が可能であることがわか

った。この方法でデシカントロータを設計・製作すると

従来の吸着剤を用いた場合よりも省エネかつ装置サイズ

が半分以下にコンパクト化が可能であることが判明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］省エネルギー、膜分離プロセス、分子ふ

るい分離膜、脱水分離、デシカント空調、

ノンフロスト、ナノ多孔質材料 
 
［テーマ題目３］産業の環境負荷低減を図るレーザー化

学技術 

［研究代表者］新納 弘之（総括研究主幹） 
［研究担当者］新納 弘之、佐藤 正健、川口 喜三、

高田 徳幸、奈良崎 愛子 

（常勤職員5名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
 産業の環境負荷低減に資するグリーンイノベーション

を目指して、レーザー化学技術の研究に基づいた新規な

省エネルギー型レーザー表面化学プロセスの高効率化と、

先端的光技術と分野融合による新技術開拓を目的として、

光化学表面反応プロセスを駆使した省工程・省部品化を

実現するレーザー局所場処理技術の創出に取り組んでい

る。今年度は、太陽電池の高速スクライブ加工、レーザ

ー誘起ドット転写法における転写挙動のダブルパルス照

射効果、先端化学材料の光計測技術、並びに、炭素繊維

強化プラスチックの高速・高品位レーザー加工について

検討を行った。太陽電池のレーザー加工では、加工時の

電池特性劣化を抑制した狭隘スクライブ加工に成功する
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などの成果が得られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］光化学表面反応プロセス、レーザー化学

技術 

 

［テーマ題目４］先端化学材料の評価技術 

［研究代表者］須田 洋幸 

（化学材料評価基盤グループ） 

［研究担当者］須田 洋幸、権 恒道、陳 亮、 

水門 潤治、萩原 英昭、滝澤 賢二、

山根 祥吾、高橋 利和、内丸 忠文、

国岡 正雄、船橋 正弘、大石 晃広、

原 重樹、佐藤 正健、奈良崎 愛子、

甲村 長利、井村 知弘、村上 拓郎、

平 敏彰（常勤職員19名、他5名） 
［研 究 内 容］ 
 有機エレクトロニクス等の先端デバイスに利用される

高機能化学材料は、我が国化学産業の強みである。一方、

複数の国内化学メーカーが個々に先端材料開発で競争を

行っているため、開発内容の重複に加えて高額な研究設

備等への重複投資が起こっている。さらに、海外セット

メーカーにおける内製化も進んでいることから、国内化

学メーカーの開発効率の最大化が求められている。これ

らを背景に、先端化学材料分野で国際競争力を確保し、

また持続可能社会の実現に貢献するために、耐久性評価

を始めとする共通基盤的な先端化学材料の評価研究開発

を担う拠点の整備が急務となっている。 

そこで本テーマでは、化学材料の耐久性評価としての

加速劣化試験法の開発、構造・機能評価法の高度化、材

料設計指針の確立、を3本の柱として研究を実施してい

る。具体的には、加速劣化試験法開発において、汎用耐

候性試験装置を用いた加速劣化試験に加えて、大気化学

の知見を活用した独自の加速劣化試験法の開発を目指す。

構造・機能評価法の高度化においては、多様な評価・分

析装置を用いた新しい構造・機能評価法の開発と、これ

に基づく劣化機構の提案を目指す。材料設計指針の確立

については、加速劣化試験及び劣化機構の解析結果等を

反映した材料設計指針を提案・確立することを目指す。 

（加速劣化試験法の開発） 

有機薄膜太陽電池（OPV）の耐久性評価に関して、

電極やバッファー層を劣化させることなく発電層材料の

劣化影響のみを抽出可能な加速劣化試験法を考案した。

また、雰囲気制御下、薄膜状態で劣化した発電層材料を

用いたデバイス特性評価法を検討し、試験法の課題を抽

出した。OPV 周辺材料の評価に関して、バックシート

に用いられるポリエチレンテレフタレート（PET）を

サンプルとし、熱と光の2つの劣化ストレスを同時に制

御することで、引張強度において従来の耐候性試験の10

倍以上の劣化加速性を確認した。また、封止デバイス中

の酸素濃度を非破壊で検出する手法の開発に着手した。 

（構造・機能評価法の高度化） 

OPV の劣化機構解明に向けて、溶液状態で光酸化し

た発電層材料の劣化に伴う構造・機能変化を評価した。

P 型半導体であるポリチオフェンの光酸化過程において、

スーパーオキサイドが劣化活性種として関与することを

スピントラップ ESR 法により明らかにした。また、高

分解能 MALDI-TOFMS により劣化生成物の組成式を

決定し、新たな劣化機構を提案した。加速劣化した

PET について、これまで未解明であった非晶部の劣化

構造変化を陽電子消滅法により明らかにした。ケミルミ

ネッセンス分光法により、ポリエチレングリコールの酸

化劣化における発光種比率の変化から、新たな劣化機構

を提案した。 
異なる吸着基を持つ色素で構成された色素増感太陽電

池（DSSC）の熱耐久試験におけるデバイス特性変化を

検討した。その結果、酸化チタン表面から脱着しやすい

色素ほど電荷の再結合割合が増大して電流と電圧の低下

を招くことが示唆され、本手法が熱劣化機構の解明に有

用であることが分かった。 

（材料設計指針の確立） 

OPV において、ポリチオフェンの光酸化における活

性種及び最終劣化構造解析から、耐久性向上にはスーパ

ーオキサイドとの反応を抑制可能な構造を導入するなど

の分子設計が有効であることが示唆された。 

DSSC において、色素と酸化チタンとの吸着が熱耐

久性向上に重要であるとの設計指針に基づき、酸化チタ

ンと強固に吸着可能なホスホン酸含有色素を設計・合

成・利用したところ、想定通りに熱耐久性が向上した。 

一方、MALDI-TOFMS 法において、測定試料とマト

リックスとの親和性を増大させた界面活性型マトリック

スを再生可能資源から設計・合成・利用し、質量分析感

度を著しく増大させることに成功した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］先端化学材料、耐久性評価、加速劣化試

験、構造・機能評価法、材料設計指針 

 

⑬【エネルギー技術研究部門】 

（Energy Technology Research Institute） 
（存続期間：2004.7.1～） 

 

研究ユニット長：角口 勝彦 

副研究部門長：宗像 鉄雄、小原 春彦、竹村 文男、 

        羽鳥 浩章 

首 席 研 究 員：周 豪慎 

総括研究主幹：山崎 聡、嘉藤 徹 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、つくば東、 

    つくば西 

人 員：112名（112名） 

経 費：1,902,736千円（952,998千円） 
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概 要：  

１．ミッションと目標 

  エネルギー技術研究部門は、地球温暖化の防止、

限りあるエネルギー資源の有効利用およびエネルギ

ーの安定供給確保を同時に達成するための研究開発

を進め、持続発展可能な社会を実現するとともに産

業競争力の強化に資することをミッションとする。 
 太陽光・水素・クリーン燃料等のクリーンエネル

ギー技術の研究開発、燃料電池等の分散型エネルギ

ー技術の研究開発、蓄電・蓄熱・水素貯蔵等のエネ

ルギー貯蔵技術の研究開発、およびこれらの技術を

体系的に統合化し電力・ガス・熱の需給を適切にマ

ネジメントする分散型エネルギーネットワーク技術

の研究開発を行う。これらの研究開発を通じて、高

効率・低環境負荷で柔軟性・利便性の高いエネルギ

ー供給を可能とする総合エネルギー産業の成長と、

わが国の長期的エネルギービジョン、エネルギー政

策の立案に貢献する。 
２．主要研究項目と研究推進手段 

  エネルギー技術研究部門では、次に示す4つの

産総研第3期中期計画項目について研究開発を進め

ている。 

○「I-1 再生可能エネルギーの導入拡大技術の開

発」に関しては、多様な再生可能エネルギーの利

用拡大に向けて、先進性の高い太陽光の発電・利

用技術、出力変動の大きな自然エネルギーの大量

かつ高効率な利用を可能とする電力ネットワー

ク・マネジメント技術、バイオマスからの液体燃

料製造及び利用技術に関する研究開発を行う。 

○「I-2 省エネルギーによる低炭素化技術の開

発」に関しては、省エネルギー推進による低炭素

社会の実現のため、運輸用途に向けた安全で安価

な高エネルギー密度蓄電池材料や燃料電池自動車

用水素貯蔵技術に関する研究開発、自動車エンジ

ンシステムの高度化技術、住宅・ビル・工場等に

おける設備を効率的に運用し需給合理化を図る電

力マネジメント技術、エネルギー密度・パワー密

度共に優れた電力貯蔵用キャパシタ技術に関する

研究開発、定置用燃料電池の高効率化技術に関す

る研究開発、未利用熱エネルギーの高度利用技術

に関する研究開発を行う。 

○「I-3 資源の確保と高度利用技術の開発」に関

しては、枯渇性資源の最高効率活用による物質循

環型社会実現のため、石炭ガス化プロセス等に関

わる高度利用基盤技術に関する研究開発を行う。 

○「I-6 持続発展可能な社会に向けたエネルギー

評価技術、安全性評価及び管理技術並びに環境計

測及び評価技術の開発」に関しては、二酸化炭素

削減のための技術と取組の評価に資するために、

二酸化炭素の回収貯留や水素を媒体としたエネル

ギーシステム等、革新的なエネルギーシステム関

連技術開発や導入シナリオに関する分析と評価を

行う。 

  これらの中期計画達成のために、以下の戦略的研

究課題を設定するとともに、第1期、第2期中期目標

期間を通じて蓄積してきた実績と多様な研究ポテン

シャルおよび産学官に跨る幅広い連携体制を活かし

つつ、それぞれの課題について複数の研究グループ

が機能的に協力して研究推進を図る。 

１）エンドユースの省エネルギー技術に関する研究 

 電力、熱（燃料）等の需要の低減による一次エネ

ルギー消費削減を目的として、主にエネルギーの最

終消費側に導入される省エネルギー技術に関わる研

究を行う。具体的には様々な排熱発生場所に適用可

能な熱電変換技術、発電効率の高い分散型電源であ

る固体酸化物形燃料電池（SOFC）の性能向上、適

用性拡大、耐久性向上に向けた研究を行う。また高

効率な電力変換を目指した低抵抗高耐圧パワーデバ

イスに関する研究、自動車エンジンシステムの高度

化技術の研究、バイオマスからの液体燃料製造及び

利用技術に関する研究開発を行う。 
２）プロセスの省エネルギー技術に関する研究 

 産業部門における製品製造過程で消費される大量

の一次エネルギーの削減を目的とした省エネルギー

技術に関わる研究を行う。具体的には炭素繊維材料

の製造過程における耐炎化工程の省略を可能とする

技術等の研究開発を行う。また従来プロセスに比べ

てエネルギー消費が少ないプラズマ技術を使った新

たな製造プロセスについても検討する。 
３）エネルギー生成技術に関する研究 

 利用率の低いエネルギー資源の新規開拓を目指し、

褐炭等の低品位炭の触媒ガス化技術の開発、高品位

燃料への転換技術の開発を行う。さらに将来の太陽

エネルギー変換技術として、人工光合成のメカニズ

ムを応用して、酸化物半導体光電極を開発する。 
４）エネルギー貯蔵技術に関する研究 

 エネルギー媒体として優れた特長を持つ水素を取

り入れた電気、熱、水素を自在に操れる統合型水素

エネルギー利用システムを開発する。高圧水素ガス

を利用した燃料電池自動車（FCV）の導入・普及

に向けて安全性が確保された水素インフラを構築す

るための技術開発を行う。さらに次世代の二次電池

について、有望視されているリチウム-空気電池等

の革新的電池を開発する。 
 また、上記１）～４）の他、新たな展開やブレー

クスルーをもたらす革新的・萌芽的エネルギー技術

の研究にも積極的に取り組み、次世代プロジェクト

の芽を育てる。 
--------------------------------------------------------------------------- 
 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(89) 

内部資金： 

「分散型エネルギーのマネジメントシステムの開発」 

「グリーングリッド対応大電力汎用変換器に関する研

究」 

 

外部資金： 

経済産業省 

日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 

「高効率 CO2還元触媒の半導体光触媒への複合化に関

する研究」 

「色素増感起電力を利用した水分解水素製造」 

「蓄電デバイス用ナノ電極材料の開発と電子状態解析」 

「ナノ構造を利用した低環境負荷で高効率な熱電変換材

料」 

「クリーンアップ石炭ガス化ガスのための SOFC 燃料

極開発」 

「再生可能エネルギー導入に備えた統合型水素利用シス

テムに関する研究」 

「水素容器・蓄圧器の特性評価・技術指針・規格化に関

する共同研究」 

「熱電変換モジュールの性能評価技術の開発」 

工業標準化推進事業委託費 

「戦略的国際標準化加速事業（国際標準共同研究開発事

業：医療用途のプラズマ装置等に関する国際標準化）」 

 

総務省 

戦略的情報通信研究開発推進事業 

「ダイヤモンドを用いた次世代量子暗号用素子の基盤技

術開発研究」 

 

農林水産省 

農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業 

「耕作放棄地を活用した大規模スケールでの藻類バイオ

マス有効利用技術の確立」 

 

科学技術振興機構 

戦略的国際科学技術協力推進事業（研究交流型） 

「統合水素エネルギー利用システムの性能向上に資する

水素貯蔵材料、及び貯蔵方法に関する基礎的研究」 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「超低損失パワーデバイス実現のための基盤構築」 

「SOFC 高性能化のためのイオン－電子流れ解析技術

の開発」 

「高性能・高機能なギ酸脱水素化触媒の開発」 

「センサデバイス性能向上及びプロセス基盤技術」 

戦略的創造研究推進事業（ALCA） 

「超高耐圧高効率小型真空パワースイッチの作製と評

価」 

「高温超伝導固定化巻線技術の研究開発」 

「リグニン由来溶液の詳細構造解析と反応経路の解明」 

「アンモニア内燃機関の技術開発」 

「金属－空気電池における正極および電解質の開発」 

戦略的創造研究推進事業（ACT-C) 

「プロトン応答性錯体触媒に基づく二酸化炭素の高効率

水素化触媒の開発と人工光合成への展開」 

国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プ

ログラム） 

「 PEFC 性能向上のためのマイクロポーラス層

（MPL）付ガス拡散層（GDL）および流路構造の最適

化」 

「マイルドな熱分解とガス化を組み合わせた化学基幹物

質製造プロセスの開発及び低品位炭の水熱抽出・改質技

術の開発」 

研究成果展開事業（研究成果最適展開支援プログラム

（A-STEP）) 

「革新的なダイヤモンド熱電子発電技術の開発」 

「車載に向けたダイヤモンド薄膜を使った熱電子発電素

子の開発」 

「半導体ダイヤモンドの開発」 

「次世代型無煙薪ストーブのための除煙ユニットの開

発」 

「単結晶性 LiMn2O4ナノワイヤーの簡易な合成法によ

る高性能 Li イオン電池正極材料開発」 

「高活性・抗菌性・化学的安定性を有する可視光応答型

酸化タングステン光触媒の実用化」 

研究成果展開事業（戦略的イノベーション創出推進プロ

グラム） 

「次世代鉄道システムを創る超伝導技術イノベーショ

ン」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

先導的産業技術創出事業 

「次世代パワー集積回路の実現に向けた低抵抗 P チャ

ネル型 GaN 素子の開発」 

水素利用技術研究開発事業 

「高圧水素中における破壊靱性試験法の確立とデータベ

ース化」 

風力等自然エネルギー技術研究開発 

「風力等自然エネルギー技術研究開発／風力発電高度実

用化研究開発／10MW 超級風車の調査研究（発電

機）」 

固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術開発 

「固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する

基礎研究」 

最先端研究開発支援プログラム 

「低炭素社会に資する有機系太陽電池の開発」 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 

国家課題対応型研究開発推進事業 

「「エネルギー貯蔵システム実用化に向けた水素貯蔵材



研 究 

(90) 

料の量子ビーム融合研究」の「水素貯蔵材料の劣化機構

解明と新規軽量材料の探索」」 

 

東京大学 

最先端研究開発支援プログラム再委託 

「高性能蓄電デバイス創製に向けた革新的基盤研究」 

平成25年度エネルギー使用合理化技術開発等委託費再委

託 

「平成25年度「エネルギー使用合理化技術開発等委託費

（革新的構造材料等技術開発（革新炭素繊維基盤技術開

発））」」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

平成25年度科学研究費助成事業（科研費） 

「MHz 級デトネーションエンジンの物理機構解明：バ

ルブ共振型と回転爆轟波型エンジン」（基盤研究

（A）） 

「急速合体加熱と定常中性粒子ビーム加熱を駆使した球

状トーラスの限界ベータ検証実験」（基盤研究（A）） 

「錯体水素化物における原子・イオン輸送機構の解明-

中性子散乱と陽電子消滅の相補利用」（基盤研究

（A）） 

「省エネ用半導体の実現に向けたマクロ・ナノ統合結晶

成長法の構築」（基盤研究（B)） 

「地域分散型のエネルギーシステムへの移行戦略に関す

る研究」（基盤研究（A）） 

「超高密度パワーSOC（Supply on Chip）用集積回路

基板の研究」（基盤研究（B)） 

「不均一構造導入による圧電体膜の圧電特性向上に関す

る研究」（基盤研究（C)） 

「レーザープラズマ加速電子線を用いたフェムト秒 X
線パルス生成と時間分解 X 線回折応用」（基盤研究

（B）） 

「燐光寿命を利用した気体流れの温度速度相関計測」

（基盤研究（B）） 

「中性子散乱による鉄系超伝導体のスピン揺動の研究」

（基盤研究（B）） 

「中性子線補足療法のための革新的ナノ粒子剤に関する

研究」（基盤研究（B）） 

「超高性能鉛カルコゲナイド系バルク体熱電材料の創

製」（基盤研究（C）） 

「水蒸気を水素・酸素源として利用する重質炭化水素の

軽質化技術の開発」（基盤研究（C）） 

「不凍タンパク質の融解抑制機能の発現」（挑戦的萌芽

研究） 

「レーザー航跡場とビーム航跡場のハイブリッド多段加

速による超高エネルギー電子加速」（挑戦的萌芽研究） 

「レーザーブレイクダウンしきい値近傍のパーコレーシ

ョンモデルによる統一的理解」（挑戦的萌芽研究） 

「無消光で校正不要な定量可視化用感温中空マイクロカ

プセルの開発」（挑戦的萌芽研究） 

「希土類系高温超伝導多芯細線作製技術の開発」（挑戦

的萌芽研究） 

「フェロアロイを用いたＶ系水素貯蔵材料の創製と貯蔵

水素の挙動の解明」（若手研究（B）） 

「大面積単結晶グラフェン膜の carpet-like 成長プロセ

スの研究」（若手研究（B）） 

「水素貯蔵材料の表面酸化による弾性作用の発現と水素

貯蔵温度の低下メカニズムの解明」（若手研究（B）） 

「グラフェン膜の革新的大気圧低温生成法の開発」（若

手研究（B）） 

「エレクトロスピニング法による Na イオン電池用正極

材料のナノ構造制御」（若手研究（B）） 

「水素吸蔵合金の耐久性向上を目指した水素吸蔵放出に

伴う空孔形成回復メカニズムの解明」（若手研究

（B）） 

「オペランド軟 X 線吸収／発光分光を用いた二次電池

電極材料の電子状態解析」（若手研究（B）） 

「電力系統の特性を詳細に模擬した新しいエネルギーシ

ステムモデルの開発」（研究活動スタート支援） 

 

発 表：誌上発表355件、口頭発表615件、その他47件 

--------------------------------------------------------------------------- 
エネルギーネットワークグループ 

（Energy Network Group） 
研究グループ長：安芸 裕久 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 エネルギー利用効率の改善や炭酸ガス排出の削減、

化石燃料への依存度低減、需要側・供給側双方の多様

な要求の実現など、エネルギーを取り巻く種々の要望

をかなえるために、再生可能エネルギーを始めとする

分散型エネルギー源の導入と普及が期待されている。

しかし、電力やガスなどの既存のエネルギーのネット

ワークは、分散型のエネルギー源の導入を想定してい

ないため、分散型エネルギーの導入に制約が生じてし

まう。こうした制約を打破し、分散型エネルギー源を

大規模かつ有効に用いるためには、個別機器の制御運

用だけでは限界があり、多数のエネルギー機器をネッ

トワーク化して運用する技術が必要である。そこで、

分散電源を大規模に導入した場合の電力系統の電圧安

定化や需給バランス維持のための制御・運用技術、負

荷の平準化技術など分散型発電、電力貯蔵、可制御負

荷等からなるエネルギーネットワークの運用技術の開

発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ターボマシングループ 

（Turbomachinery Group） 
研究グループ長：壹岐 典彦 
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（つくば東・西） 

概 要： 

持続可能社会の実現をもたらす分散型エネルギーネ

ットワーク技術の開発を積極的に推進している。 

[1]ガスタービンシステムの研究として、タービンを

石炭ガス化装置や燃料電池と組み合わせたシステムな

ど様々なサイクル計算を行い、燃料改質ガスの燃焼特

性など関連する研究を行っている。[2]ターボ機械を

出口として想定したデバイス・制御技術に取り組んで

いる。セラミック熱交換器などのエネルギーデバイス

の開発やその評価技術について研究開発を進めている。

流れの能動的制御に関して、誘電体バリア放電プラズ

マアクチュエータ（DBD-PA）の開発を進めており、

減速領域にできる剥離の抑制について研究している。

更にターボ機械の漏れ流れを減らす新しいプラズマア

クチュエータを考案し、開発を進めている。[3]ター

ボ機械に関わる材料・プロセス技術に取り組んでおり、

サスペンションプラズマ溶射技術を始め、炭素／炭素

複合材料（ C/C ）・炭素繊維強化プラスチック

（CFRP）・セラミック基複合材料（CMC）等につい

て研究開発を進めている。 
研究テーマ：テーマ題目２ 

 

燃焼評価グループ 

（Combustion Control Group） 
研究グループ長：土屋 健太郎 

（つくば西） 

概 要： 

 燃焼に伴って生成するダイオキシン類、多環芳香族

化合物等の有害物質の排出低減に向けた研究を行って

いる。有害物質の生成機構を明らかにして本質的な生

成抑制を可能にする方針の下、実機の燃焼条件を模し

た基礎的な燃焼装置を用いて、クロロベンゼンやダイ

オキシン類に代表される有機塩素化合物の生成挙動や

反応機構の解明に取り組んでいる。本年度はダイオキ

シン類のデノボ合成のベースとなる塩化銅を触媒とす

る反応を量子化学計算の手法によって調べた。その結

果、HO2ラジカルと HCl から容易に HOCl が生成す

ることがわかった。PCB に代表される有機塩素化合

物を分解し無害化処理する研究も行っている。本年度

は、新規に開発した脱ハロゲン触媒をブロモアニソー

ルやブロモジフェニルエーテルなどの臭素系難燃剤に

適用し、これらの化合物をほぼ完全に脱臭素化するこ

とを確認した。 

 また、金属とその酸化物の酸化還元反応を利用した

新しい燃焼器の開発を目的とする研究も進めている。

新規に開発した媒体粒子を用いて、加熱および加圧状

態での反応実験を行って粒子の流動特性を詳細に調べ、

媒体粒子が運転特性に与える影響を明らかにした。 

 

統合水素システムグループ 

（Integrated Hydrogen System Group） 

研究グループ長：中納 暁洋 

（つくば東） 

概 要： 

不安定な再生可能エネルギーの導入促進を図るには

分散型エネルギーシステムの高度化が必要である。そ

の分散型エネルギーシステムを構築する上で欠かせな

いエネルギー貯蔵・変換において統合水素システムグ

ループではエネルギー媒体としての水素の有効性に着

目し、水電解装置、燃料電池（または一体再生型燃料

電池）、水素貯蔵装置等からなる統合型水素エネルギ

ー利用システムの研究開発を進めている。統合型水素

エネルギー利用システムは電気に加え熱や物質（水

素）も併給可能な特長を持ち、再生可能エネルギーを

最大限取り込むことができ、且つ優れた省エネルギー

性を併せ持つ低炭素化社会の公共インフラとなり得る

定置型の水素システムである。その実用化に向け国内

外の研究者・技術者と協力し、一体再生型燃料電池と

その要素技術開発、水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵装

置の開発に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

熱電変換グループ 

（Thermoelectric Energy Conversion Group） 
研究グループ長：山本 淳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 熱電変換は特殊な半導体や金属（熱電材料）を用い

て熱エネルギーと電気エネルギーを直接変換する技術

である。熱電材料に温度差を与えると起電力が発生す

る効果（ゼーベック効果）を用いて、熱エネルギーか

ら電気エネルギーを取り出したり、逆に熱電材料に電

流を流すことで生じる吸熱効果（ペルチェ効果）を用

いて物を冷やしたりすることができる。また、熱電変

換は温度が低く捨てられている低品位な未利用熱でも、

電気エネルギーに変換することができる。一方、熱電

変換の効率は熱源の温度、熱電材料、モジュールの性

能に依存するため、その実用化普及には材料からモジ

ュール開発、高温と低温の熱源との熱交換方法などま

で幅広い研究開発が必要である。当グループでは、未

利用熱を効率よく電気エネルギーとして回収するため

の材料とモジュールの開発を進めている。経済性を良

くするためにはさらに、熱電変換用の材料の高性能化

が重要であり、このための材料開発を実施している。

また長時間使用したときの劣化モードの調査や加速試

験の方法も含め、モジュール性能評価技術の開発も実

施している。 

研究テーマ：テーマ題目４ 
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エネルギー貯蔵材料グループ 

（Energy Storage Materials Group） 
研究グループ長：吉澤 徳子 

（つくば西） 

概 要： 

 電力貯蔵はエネルギー利用の多様化と高効率化のた

めに重要な技術の一つであり、大規模な定置型用途か

ら自動車・モバイル機器への搭載用途まで、二次電池

やキャパシタなどの電力貯蔵デバイスとして我々の社

会に必須のものとして利用されるに至る。炭素材料は、

導電性や化学的安定性などの優れた基礎的物性に加え、

結晶からアモルファスにわたる構造多様性を有するこ

とから、電力貯蔵デバイスの電極用部材として一部が

既に実用化されている。さらに最近脚光を浴びる一連

のナノカーボン材料の登場により、精密な構造的要素

の制御が可能になりつつあり、ナノカーボン材料が持

つ種々の特性を必要に応じて、いわばテーラーメード

で引き出すことで、蓄電デバイスの性能をより高いス

テージへと引き上げることが期待できる。当グループ

では、長年培ってきた炭素材料のナノ構造制御・解析

技術を活かして、電気化学キャパシタ用高性能電極の

開発を中心に行っている。また、革新的省エネルギー

システムの要素技術となりうる水素製造技術や水素貯

蔵技術に関しても、ナノカーボン材料技術を駆使しつ

つ、先導的な研究を推進している。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目６ 

 

先進プラズマ技術グループ 

（Innovative Plasma Technologies Group） 
研究グループ長：榊田 創 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 プラズマ現象は太陽など宇宙において普遍的であり、

地球上においても様々な科学・産業分野において利用

され、人類の発展に貢献してきている。当グループで

は、プラズマ等に関する技術を核として更に発展させ

ることで、エネルギー・環境を始めとして様々な分野

への融合・展開を図り、新産業創出を目指して研究開

発を行っている。 

 平成25年度は、主に次項に関して研究を進めた。プ

ラズマ医療に関して、文科省科研費新学術領域「プラ

ズマ医療科学の創成」、経済省「医療機器ガイドライ

ン策定事業」、及び経済省「国際標準開発事業」を通

して、外科手術用低侵襲プラズマ止血機器の早期実用

化に向けた活動と現象の理解に関する研究を行った。

特に、プラズマ医療機器に関する国際電気標準化につ

いて New working item proposal のドラフト版の作

成を開始した。 

 高効率緑色レーザー光の実現のため、波長変換結晶

内の損傷機構を数値シミュレーションにより計算し、

光吸収機構について評価を行った。 

 高効率に大面積の成膜を可能とさせるために、マイ

クロ波方式の新規大気圧プラズマ CVD 装置の開発を

行った。 

放電による高効率ガス処理に関する研究に関して、

複数の極短パルス放電の制御によるエネルギー効率の

向上に向けた研究を進めた。 

 パルス電子ビームによる表面処理を目的とし、電子

ビームシステムの装置を組み上げた。 

 炭素電極を用いたアーク放電と RF 放電により、炭

素プラズマの定常維持に成功した。 

 アリカリ金属熱電発電の高効率化に関する研究とし

て、新規な電極製作技術の開発を進めた。 

 また、第5回プラズマ医療・健康産業シンポジウム

を共催し盛況の内に終了した。 

 

水素エネルギーグループ 

（Hydrogen Energy Group） 
研究グループ長：中村 優美子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 水素エネルギー社会を実現するためには、気体で希

薄なエネルギーである水素の効率的な輸送・貯蔵法を

確立することが不可欠である。水素貯蔵材料は、液体

水素と同等以上の高い体積水素密度で水素を貯蔵でき

る材料であり、燃料電池自動車の燃料タンクを始めと

する、多くの用途に利用できるものと期待されている。

自動車用としては、現状では質量水素密度が十分では

ないため、これを向上させることが課題とされている。

当グループでは、これまでに軽量な水素貯蔵材料の開

発を進め、世界最高レベルの約3質量%の水素吸蔵量

を持つ材料の開発に成功しているが、さらに軽量な金

属からなる新規材料の提案及び開発を目指している。

また、定置用水素貯蔵システムに利用する材料として、

体積貯蔵密度が高く、コストの低い材料の開発も進め

ている。これら材料開発を支える基盤研究として、水

素貯蔵材料の結晶構造および局所構造を解析するため

の水素雰囲気下（in-situ）における X 線回折法・

PDF 法、中性子回折法、陽電子消滅測定法、固体

NMR 法など各種測定手法の開発と材料解析への適用

を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

太陽光エネルギー変換グループ 

（Solar Light Energy Conversion Group） 
研究グループ長：佐山 和弘 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 太陽光エネルギーの高効率な利用によるクリーンエ

ネルギーの生産プロセスの提案と実証を最終的な目標
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とし、新しい次世代型太陽電池として注目されている

色素増感太陽電池、及び太陽光エネルギーを利用して

水を直接分解し水素を合成し、さらに炭酸ガスを固定

する人工光合成について研究を行っている。色素増感

太陽電池については、モジュールを構成する単セルの

高効率化を目指した技術開発を中心に、耐久性の向上

に向けた基礎的知見を得ることを目指している。具体

的には、近赤外光まで利用できる錯体増感色素の開発

およびその新規色素を有効利用できる酸化物半導体電

極や電解液、セル構成法の開発を行い、2020年までに

単セルの変換効率15%以上の実現を目標としている。

人工光合成については、水を水素と酸素に完全分解す

るための高性能光触媒や光電極の半導体材料の開発、

反応機構の解明、可視光を高効率で利用する反応シス

テムの設計、炭酸ガスをギ酸に還元したりギ酸から水

素を取り出す錯体触媒開発、環境浄化光触媒開発等を

行い、その実現可能性について検討している。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目８、テーマ題目

９ 

 

新燃料グループ 

（Advanced Fuel Group） 
研究グループ長：鷹觜 利公 

（つくば西） 

概 要：  

 「エネルギー安定供給の確保」と「地球環境への適

合」の観点から、埋蔵量が豊富な未利用低品位炭、非

在来型石油等の重質化石資源を、高効率でクリーンな

燃料に転換する技術開発を実施する。グループの主要

な研究開発目標は次の3項目である。１．クリーンコ

ールテクノロジーとして、低品位炭の触媒ガス化技術

の開発、溶剤改質あるいは水熱抽出による原料化と高

品位燃料への転換技術の開発を行う。２．重質油およ

び超重質油のアップグレーディング技術として、溶剤

凝集緩和、超臨界水分解、水素化分解、水蒸気による

酸化分解等の技術開発を行う。３．多様な重質化石資

源の利用拡大のための基盤技術として、新規詳細構造

解析法の開発およびそれを用いた反応性評価法を開発

する。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 

クリーンガスグループ 

（Clean Gas Group） 
研究グループ長：鈴木 善三 

（つくば西） 

概 要： 

 石炭・バイオマス・未利用廃棄物などの有機物をク

リーンに、かつ、高効率で使用することを目的として、

石炭・バイオマス・プラスチック廃棄物等を対象に、

主として流動層技術を応用した装置により燃焼・ガス

化・熱分解し、エネルギー・燃料ガス・液体燃料・化

学原料に転換する方法の研究を実施している。この他

に、加圧条件でのバイオマスの固定層ガス化、触媒循

環流動層を用いたメタンからのベンゼンの選択的合成

プロセスの開発、アンモニアを水素媒体とする新エネ

ルギーシステム、中国を念頭に置いた低温脱硝触媒の

開発等、固体を含む多相系の反応装置を中心としてエ

ネルギー・環境問題に資するための研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

エネルギー社会システムグループ 

（Socio-economics and Policy Study Group） 
研究グループ長：村田 晃伸 

（つくば東・西） 
概 要： 

 長期的視点に立って、新しいエネルギーシステムの

導入シナリオや社会経済的側面等について研究する。

具体的には、基盤的研究や広範な調査研究により取得

する評価データに基づいて、次のような分野の研究を

推進する。(1)技術の社会的受容性や地域への分散電

源の導入促進に係る制度的側面、(2)二酸化炭素の回

収隔離に関する政策研究、(3)エネルギー経済モデル

などを用いた長期的エネルギーシナリオの分析、およ

び(4)技術導入による社会へのインパクトに関する研

究。これらの研究開発を通じて、国内外の研究者や政

策担当者とのネットワークも醸成し、国際戦略的視点

をも踏まえて、エネルギー技術政策及びそれとリンク

した二酸化炭素削減に係る政策を支援・提言する役割

を果たす。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 

熱・流体システムグループ 

（Thermal and Fluid System Group） 
研究グループ長：平野 聡 

（つくば東・西） 

概 要： 

 再生可能エネルギー、人工排熱等の未利用エネルギ

ーの導入を促進し、高効率のエネルギー需給とエネル

ギー利用効率の向上を図った分散型エネルギーネット

ワークシステムの構築を目差して、熱・流体システム

に関わる要素技術や計測・制御技術の開発およびシス

テム化の検討等を行い、低炭素社会の実現に資するこ

とをグループの目標としている。 

 具体的なテーマとして、固体酸化物形燃料電池

（SOFC）の総合効率向上を目指した研究開発、再生

可能エネルギー熱利用計測技術の開発、未利用熱エネ

ルギーの革新的活用技術の研究、相変化を利用した高

効率の蓄熱技術に関する研究、100℃超の熱利用を可

能にする次世代ヒートポンプシステムの研究開発、大

地の熱的機能を利用する冷暖房・給湯システムの研究、
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水の過冷却制御による冷熱輸送媒体の高機能化の研究、

感温燐光粒子や蛍光体粉末を用いた流体温度・速度分

布の同時計測手法の開発等を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

超電導技術グループ 

（Superconductor Technology Group） 

研究グループ長：山崎 裕文 

（つくば中央第２） 

概 要： 

 液体窒素温度で電気抵抗がゼロとなる高温超電導酸

化物の電力機器などへの応用を目指して、超電導材

料・素子の作製・評価技術、マグネット製作技術と応

用技術、冷却技術などの研究を行なっている。別に記

載する主要テーマ・外部資金テーマ以外の研究内容と

成果を以下に記す。 

 超電導送電ケーブルの実用化に向け、長距離冷却技

術の確立のための要素技術研究を行っている。平成25

年度は、冷却システム設計で重要な電気絶縁紙の極低

温冷媒中での熱伝導率の測定を行い、真空中に比べて

熱伝導率が5倍程度大きくなる現象を見いだした。材

料 研 究 で は 、 MOCVD 法 で 作 製 し た 高 品 質

Bi2Sr2CaCu2O8超電導薄膜の臨界電流特性の評価と透

過電顕観察を行い、高い臨界電流密度をもたらしてい

る主要な磁束ピン止め中心が ab 平面に平行な転位や

逆位相境界であることを明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目13 

 

燃料電池システムグループ 

（Fuel Cell System Group） 

研究グループ長：嘉藤 徹 

（つくば中央第2） 

概 要： 

燃料電池システムグループでは、大幅な炭酸ガス排

出削減、省エネルギーが期待できる固体酸化物形燃料

電池（SOFC）についてセル性能評価技術、システム

評価解析技術の研究開発を行うとともにそれら試験方

法の規格・標準化を通して、SOFCの早期実用化を支

援する。また、SOFCシステムのさらなる高効率化を

目指し、ガスサイクル技術や排熱利用技術の検討、ゼ

ロエミッションSOFCシステム等、次世代SOFCの可

能性と、それらの開発時の課題を明らかにするための

基礎研究を実施している。さらにこれらの研究で蓄積

した電気化学技術、セル作製技術を利用し、高温水蒸

気電解による水素・燃料技術、レドックスフロー蓄電

池等についても研究開発を実施している。 

研究テーマ：テーマ題目14 

 

燃料電池材料グループ 

（Fuel Cell Materials Group） 

研究グル―プ長：山地 克彦 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 固体酸化物形燃料電池（SOFC）の耐久性・信頼性

の向上は、商用化・本格普及のために重要な技術課題

である。当グループでは、SOFC セル・スタックの

耐久性・信頼性の向上に関する研究開発を主として行

っており、スタックメーカー及び大学等と協力しなが

ら、その劣化機構解明・耐久性向上を推進している。

10年（9万時間）以上の耐久性を確保するためには、

微少な化学変化や不純物反応挙動を詳細に捉える必要

がある。そこで、微量成分の検出感度が高い2次イオ

ン質量分析法（SIMS）、結晶相の微妙な変化を検知

できる顕微ラマン分光法などを適用し、構成部材・材

料の特定部位での変化を詳細に分析し、劣化機構を解

明している。実機試料に含まれる微量成分を ppm レ

ベルで分析し、劣化に及ぼす影響を明らかにするとと

もに、不純物による加速劣化試験法も検討している。

また、劣化機構・反応機構をより詳細に解明するため

の新規分析・解析法の検討も行なっている。さらに、

次世代 SOFC に適用される材料の基礎研究も行なっ

ている。 

研究テーマ：テーマ題目15 

 

エネルギー界面技術グループ 

（Energy Interface Technology Group） 
研究グループ長：周 豪慎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 固体・液体・気体の界面において、物質・イオン・

電子の移動、吸着、注入や、酸化・還元など物理化学

の現象を解明すると共に、それらを上手く利用した、

クリーンなエネルギー貯蔵／変換デバイス（＝リチウ

ムイオン電池、ナトリウムイオン電池、金属－空気電

池など革新蓄電池）や環境保全技術（＝超親水／超撥

水界面技術、環境汚染検出素子など）の開発を目標と

している。 

 平成25年度は、高性能リチウムイオン電池やナトリ

ウムイオン電池のための優れている活物質などを利用

した電極の合成と電池性能の評価、リチウムイオン電

池の安定性と劣化メカニズムの解明、革新的な電解液

や触媒などを利用した水系・有機系・固体電解質系な

どのリチウム－空気電池や、ナトリウム－空気電池な

どの開発、およびリチウムレドックスフロー電池など

の研究開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目16 

 

電力エネルギー基盤グループ 

（Energy Enabling Technology Group） 
研究グループ長：西澤 伸一 
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（つくば中央第2） 

概 要： 

 将来の電力化社会では、電力エネルギーが時空を超

えてユビキタスに利用される。そのため、2030年まで

に高度電力エネルギーマネージメントシステムの実用

化に不可欠な次世代エレクトロニクスの実現を目指し、

以下の研究開発を行っている。１）次世代パワーデバ

イスとその材料研究（パワーエレクトロニクス産業の

基盤となる次世代ウェハ基礎研究、GaN およびダイ

ヤモンドなどの次世代半導体素子の実現を目指した物

性、デバイスおよび応用基礎技術の研究、ダイヤモン

ド特有の電子物性をいかした発光素子、光センシング

と駆動、新型パワーデバイスなどの新規デバイスの研

究、Si 極限パワー半導体とその材料・プロセス技術）、

２）パワーエレクトロニクスシステム集積化技術の研

究（次世代パワーエレクトロニクス信頼性設計技術の

研究、超小型高熱流束冷却技術とその応用研究、ポリ

ダイヤモンドを使った3次元集積化技術の研究、パワ

ーエレクトロニクス統合設計法とそれによるバーチャ

ルプロトタイピングの研究）、３）新グリッドの応用

基礎技術の研究（新グリッドのエネルギーマネージメ

ントのキーとなる超小型電力変換技術およびインテリ

ジェントスイッチ技術の研究、外部と連携による新し

いグリッドコンセプトの研究） 

研究テーマ：テーマ題目17 

 

資源変換触媒グループ 

（Resource conversion Catalyst Group） 
研究グループ長：竹村 文男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 循環型資源利用とエネルギーセキュリティーに貢献

するため、バイオマスや石炭等原料からの輸送用燃料

製造のための統合化技術構築を目的として、ガス化に

より得られる合成ガスから炭化水素製造のための触媒

技術の高度化を中心とした開発を行っている。 
 平成25年度は、合成ガスのフィッシャートロプシュ

（FT）反応による灯軽油留分製造技術の応用として、

低級炭化水素製造のための触媒および反応技術の研究

を行った。また燃料や化学品中間体への展開が期待さ

れる合成ガスからのエタノール等の混合アルコール合

成について企業との共同研究を継続した。ガス化を経

由しないバイオマスの直接熱分解による液体燃料製造

技術についても、生成液体中の酸素含有量低減のため

の触媒開発を継続した。さらに炭化水素含有藻類油か

らのジェット燃料・軽油製造のための水素化分解用触

媒開発について、新たに研究に着手した。 

研究テーマ：テーマ題目18 

 

水素材料先端科学グループ 

（Hydrogen Industrial Use and Storage Group） 
研究チーム長：飯島 高志 

（つくば西） 

概 要： 

 水素エネルギーの実用化にあたっては、実際に水素

環境下で使用する機器類に対する水素脆化の度合いや

進展状況を正確に計測し、評価することが必要になる。

そこで、水素脆化の機構解明のための原子・分子レベ

ルでの観察等を通じて、水素と金属の相互作用を微視

的に明らかにするとともに、高圧水素ガス中での金属

材料の破壊靭性評価など、水素脆化評価技術を体系化

し、評価手法の標準化を図るとともに、試験データ蓄

積しデータベースを充実させる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］電力平準化・グリッド自律運用のため

のエネルギーマネージメントシステム技

術 

［研究代表者］安芸 裕久 

（エネルギーネットワークグループ） 

［研究担当者］安芸 裕久、村田 晃伸、韓 世炅 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

風力発電、太陽光発電を始めとする再生可能エネルギ

ー発電に対する期待が高まっている。これらの発電技術

は化石燃料を消費せず二酸化炭素も排出しないために地

球温暖化対策として重要性が高いが、反面では出力が不

規則に変動するという短所を抱えている。出力変動に対

して何の対策も取らずに、これらの電源を大量に電力系

統に導入すると、系統周波数や配電線電圧の適正な管理

を困難にする可能性が指摘されている。スマートグリッ

ドは、風力発電や太陽光発電の出力変動が電力系統に与

える悪影響を緩和して電力系統への受入れ可能量を大幅

に拡大する技術として注目を集めているが、スマートグ

リッドの実用化には蓄電池や負荷制御などの要素技術開

発が不可欠である。 

本研究は、風力発電、太陽光発電の出力が不規則に変

動したときに系統の周波数変動を安定化させるための負

荷制御技術を開発し、試作器の開発等により実証するこ

とを目的としている。負荷制御技術は高価な蓄電池によ

る制御を補完し、電力系統側にも需要家の側にも大きく

負担を増やさずに、風力発電等の再生可能エネルギー発

電の導入量を拡大する効果を発揮すると期待される。 

 本年度は、低圧配電系統において、各住宅の連系状況

やインピーダンスなど配電線状況を自動的に把握する技

術の基礎的な方法の提案とシミュレーションによる評価

を行った。住宅間における温水融通における効果を実験

により評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］再生可能エネルギー発電、スマートグリ

ッド、配電系統 
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［テーマ題目２］エクセルギー再生技術に関する研究開

発 

［研究代表者］壹岐 典彦（ターボマシングループ） 

［研究担当者］壹岐 典彦、井上 貴博、鈴木 雅人、 

瀬川 武彦、藤田 和宏、松沼 孝幸、 

岡田 孝、川添 美智子、川添 義徳、 

千坂 文武、袖岡 賢 

（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

熱・化学エクセルギー再生と自己熱再生の概念を適用

して、SOFC システム内で発生する熱・未燃燃料を高

度に利用して、SOFC およびを SOFC－熱機関ハイブ

リッドシステムの高効率化を図るとともに開発上の課題

を把握する。そのために、システム構成、評価手法につ

いて研究するとともに、自己熱再生に必要な装置の基盤

技術を研究している。エクセルギー再生に必要となる

600～1000℃の高温で使用可能な熱交換技術の開発を進

めた。セラミック熱交換器の熱交換部のために、高温域

において、高い熱伝導率と信頼性を両立させるセラミッ

ク基複合材料の製造技術に取り組んだ。セラミック材料

特有の脆性破壊を薄層の積層によって回避する構造とし

た開発複合材料について、伝熱特性を調べた。また、セ

ラミック熱交換器の断熱部のために、高温域断熱構造壁

形成技術に取り組んだ。熱の放散を抑制する遮熱壁を形

成するため、サスペンションプラズマ溶射法（SPS
法）の開発と適用を進め、溶射のパラメータを適切に選

択することにより、粒子径および気孔率の幅広い制御が

可能で、緻密な構造と多孔質の構想とを作り分けること

ができることを示した。またサスペンションの微粒化過

程について基礎的研究も行い、噴霧挙動を調べて安定的

な成膜法の開発に役立つ知見を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SOFC、エクセルギー、熱交換器、セラ

ミック基複合材、プラズマ溶射 

 

［テーマ題目３］統合型水素利用システムの開発 

［研究代表者］中納 暁洋 

（統合水素システムグループ） 

［研究担当者］中納 暁洋、伊藤 博、宗像 鉄雄、 

鈴木 かほり（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 統合型水素エネルギー利用システムは純水素をエネル

ギー媒体とする高効率な水素製造技術、貯蔵技術、供給

技術および燃料電池技術を駆使した定置型の水素システ

ムであり、再生可能エネルギーや余剰電力を水素に変

換・貯蔵し、必要に応じて電力、熱、水素の供給を行う

ことができ、省エネ、負荷平準化、系統安定制御、水素

インフラ、災害・非常時などに貢献できる水素システム

である。その実現にはシステムを構成する各要素技術の

更なる高性能化が必要になる。統合型水素エネルギー利

用システムの水素貯蔵装置については合金反応熱の高効

率回収を目的とする2重螺旋コイル型熱交換器を配した

横置型水素吸蔵合金タンクに関し、高圧ガス保安法に係

らない10気圧（G）[ゲージ圧]未満で運転ができる日本

仕様の水素吸蔵合金タンクの設計・製作を行い、その性

能評価試験を実施した。水素の吸蔵は組成（H/M）

0.18から開始し、水素流量11.0NL/min、循環水入口温

度32℃、循環水流量1.12L/min の条件の下、9時間の吸

蔵 を 行 っ た 。 一 方 、 水 素 放 出 試 験 は 水 素 流 量

7.6NL/min 、循環水入口温度 12℃、循環水流量

0.46L/min の条件の下、13時間かけて行った。水素吸

蔵については H/M=0.94でタンク内圧力が10気圧（G）

に到達したことから合金タンクの最大許容貯蔵量まで水

素を吸蔵させることが出来なかった。そのため合金利用

率は約94%に止まり水素吸蔵量は5920NL であった。一

方、水素放出では7.6NL/min の流量で13時間安定的に

水素を放出できることを確認した。合金タンク内に設置

した4か所の熱電対の温度データより水素の吸蔵、放出

共に実験後半でタンク内に不均一な温度分布が観測され

たが、循環水の入口と出口の温度差はそれぞれ約3.0℃

と約4.7℃で安定していた。合金の反応熱回収量は吸蔵

過程で6.84MJ、放出過程で6.62MJ、熱回収率は吸蔵時

で89.4%、放出時は89.8%と共にほぼ90%近い良好な結

果を得た。 

水電解・燃料電池一体型セル（可逆セル）の開発では、

酸素極側ガス拡散層（GDL）に撥水性を付与するため

の PTFE 処理工程に工夫を施し、これまでの処理方法

を適用した場合と比較して GDL 断面（厚み）方向の

PTFE 分布を均一化させることが可能となった。この

GDL を装備した可逆セルの運転試験を繰り返し行い、

その結果、均一な PTFE 分布を有する GDL を用いるこ

とにより、水電解性能にほとんど影響を及ぼさない一方、

燃料電池運転時には高加湿条件下で性能を改善すること

を確認した。また、GDL 単体のガス透過試験を行い、

孔径や濡れ性、透過度を測定し、これらパラメータと可

逆セル性能との相関関係を調査した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素システム、水素貯蔵、水素吸蔵合金、

水電解・燃料電池一体型セル、水電解、

燃料電池 
 

［テーマ題目４］熱電変換による SOFC の排熱利用 

［研究代表者］山本 淳（熱電変換グループ） 

［研究担当者］山本 淳、小原 春彦、李 哲虎、 

太田 道広、木方邦宏、國井 勝、 

高澤 弘幸、西当 弘隆、長瀬 和夫、

高島 泰子、島田 和江、天野 雅継 

（常勤職員4名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池システムの内部には、燃料ガス、空気、水蒸
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気等の様々な物質間で熱交換が行われており、中には大

きな温度勾配を伴うエクセルギーロスが大きい熱交換部

位もある。このような部分に熱電発電モジュールを取り

付けることにより電力を回収し、燃料電池セルスタック

の発電出力に加えてさらに出力を得ることができれば、

燃料電池システム全体の効率を上げることができる。 

 本研究では1kW 級 SOFC に組み込む事を想定した、

小型で信頼性の高い高性能熱電発電モジュールの開発を

目標としている。ビスマステルル系材料よりも高温度域

（300℃以上）で利用できる新規熱電材料の開発と発電

モジュールの試作を実施している。これまでにスクッテ

ルダイト、亜鉛アンチモン、硫化物、鉄系化合物等の性

能向上に取り組み、新規材料を用いた発電モジュールの

試作ならびに評価を実施してきた。平成25年度はモジュ

ールの発電性能評価方法について再検討し、内部抵抗に

ついて AC 抵抗／DC 抵抗同時測定技術を確立した。ま

た SOFC システムからの低温排熱回収（～100℃）につ

いては第3世代の熱交換器形発電ユニットをを試作し、

温度差85℃に於いて12W/L の出力密度を実証し、コン

パクト熱交換器型の熱電発電技術を確立した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池（SOFC）、熱電

発電、熱電モジュール、排熱利用、熱交

換器 

 

［テーマ題目５］高パワー密度電気化学キャパシタの開

発 

［研究代表者］吉澤 徳子 

（エネルギー貯蔵材料グループ） 

［研究担当者］吉澤 徳子、曽根田 靖、棚池 修、 

加登 裕也、児玉 昌也、井元 清明、

山本 恭世、山口 貴史 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 自然エネルギーの出力変動緩和や負荷平準化など、電

力貯蔵技術には幅広い用途が期待されている。特に高速

充放電（パワー密度）が必要とされる場面においては、

電気化学キャパシタが重要な役割を担うことになる。キ

ャパシタの高パワー密度化において、活性炭等の多孔質

カーボンが持つ複雑な細孔構造は、イオンのスムーズな

拡散を阻害する要因となる。カーボンナノチューブでは

この問題は改善されるが、コスト面等で実用化にはまだ

高い障壁がある。そこで本年度は、良好なキャパシタ電

極特性を示すことを昨年度に明らかにした MgO 鋳型メ

ソポーラスカーボン（MgO-MPC）に関し、試料の調製

条件と構造をより詳細に評価し、キャパシタ特性との関

連付けを行った。MgO-MPC は我々が開発に寄与した、

工業的に生産可能な初のテンプレート法カーボン材料で

あり、電解質イオンの移動に影響の大きいメソ孔領域

（2～50nm）のサイズ制御が可能で、使用する系に応じ

た最適な電極を容易に実現しうる点に特徴がある。クエ

ン酸マグネシウムから調製された MgO-MPC の場合、

700-1000℃の処理温度範囲では細孔構造に大きな変化は

見られないが、電気伝導度の観点からキャパシタ電極と

しては900℃以上の熱処理が必要である点を明らかにし

た。またキャパシタ特性を左右するメソ孔の容量への寄

与は電解液が1M TEABF4/PC、メソ孔サイズが約3nm
の場合、5A g-1以下で約35%とほぼ一定となり、30A g-1

以上で50%に達することが判明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］電力貯蔵、電気化学キャパシタ、ハイブ

リッドキャパシタ、メソポーラスカーボ

ン、低温特性、高速充放電特性 

 

［テーマ題目６］エネルギーの高効率分散型利用のため

の化学系エネルギー貯蔵媒体改質技術の

開発 

［研究代表者］高木 英行 

（エネルギー貯蔵材料グループ） 

［研究担当者］高木 英行、安藤 祐司、松岡 浩一、 

倉本 浩司、姫田 雄一郎、山本 恭世、

相澤 麻実、熱海 良輔、加藤 義重 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

化石資源や再生可能エネルギーを効率的かつ有効に活

用するためには、貯蔵・輸送性に優れたエネルギーキャ

リアを用いた分散型エネルギーシステムを確立する必要

がある。本テーマでは、エネルギーキャリア利用したエ

ネルギーシステム構築に対し基盤となる R&D として、

「化学系エネルギー貯蔵媒体の効率的な改質および利用

技術の確立」を目的とした研究開発を遂行する。メタノ

ールやエタノール等のアルコールは液体化学系水素貯蔵

媒体として、水素ステーション等への安定した水素供給

への利用が期待できる。また、アンモニアを用いれば二

酸化炭素を排出しない水素供給サイクルの構築が可能に

なる。ギ酸は、二酸化炭素／水素の変換に伴う熱力学的エ

ネルギーの変化が小さいため、改質に伴うエネルギー損失

の低減が期待できる。本研究は、これら化学系水素貯蔵媒

体から高効率で水素を製造するための触媒および反応操

作を探索し、得られた知見を元に水素製造プロセッサー

を開発することを目的とする。 

本年度は、高効率アンモニア分解プロセスを利用した

水素製造技術の開発に向けて、調製した触媒の担体、細

孔構造がアンモニア分解活性に及ぼす影響を、流通式触

媒活性評価装置を用いて評価した。その結果、担体の細

孔構造、担体の種類によってアンモニア分解に大きな影

響を与えることを見出した。さらに、調製した触媒によ

るアンモニア分解のメカニズムも明らかにした。また、

エタノール改質反応に対する金属担持触媒の活性を、流

動層反応器ならびにマイクロ波照射型改質反応器を用い
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て評価した。その結果、コバルト触媒は、貴金属触媒と

同程度の高いエタノール転化率を与え、かつ副反応であ

るメタン生成も抑制できることを見出した。マイクロ波

照射によるエタノール改質に関しては、通常の電気炉加

熱による改質とはメカニズムが異なることが示唆された。

さらに、昨年度までに開発したギ酸分解触媒を利用した

水素、二酸化炭素の連続分離に関するプロセス開発のた

めの基盤研究も展開し、加圧− 冷却の組合せによる純水

素製造の可能性を示すことに成功した。 

固体酸化物形燃料電池（SOFC）の燃料多様化（バイ

オマス、低質炭）を目標として、固体炭素を直接利用す

る発電方式の開発も進めた。燃料極として溶融塩（硫酸

ナトリウム）を用い、これの酸化還元反応を利用しなが

ら電気化学的に酸素を輸送して燃料電池反応を進めると

いうものである。800℃付近で用いて数ミリの直径を有

する石炭粒子を用いて溶融塩を還元でき、酸素キャリア

ーとして機能する可能性を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］分散型エネルギーシステム、化学系エネ

ルギー貯蔵媒体、水素製造、アンモニア、

アルコール、ギ酸、触媒 

 

［テーマ題目７］水素・再生可能エネルギーに関する研

究 

［研究代表者］中村 優美子 

（水素エネルギーグループ） 

［研究担当者］中村 優美子、榊 浩司、浅野 耕太、

松本 愛子、榎 浩利、 

Kim Hyunjeong、野口 一夫 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

低炭素社会の実現のためには、再生可能エネルギーの

導入拡大とエネルギー利用の高効率化を進めていく必要

がある。太陽光・風力等の1次エネルギーを利用して貯

蔵可能な2次エネルギーである水素を製造し、建物や車

両において燃料電池などを用いて水素を電力や熱に再変

換する「水素エネルギーシステム」は、その実現に大き

く寄与する。このシステムは既存の電力系統やマイクロ

グリッドとも共存可能で、電力平準化にも役立つ。そこ

で、本課題では、水素エネルギーシステムの構築を目指

した水素の製造・貯蔵・利用技術の研究開発を行うこと

とし、当グループでは、本システムに適用するための水

素貯蔵材料の研究開発を行ってきた。 

 定置用水素貯蔵システムに用いる水素貯蔵材料として、

コストが高く資源的制約の大きいレアアース元素を用い

ない TiFe 合金に着目し、繰り返し耐久性および水分耐

性（水電解水素を想定した場合）に優れた合金の開発を

進めてきた。圧力サイクル試験（温度一定）の結果から、

Fe の少量を Mn および V で置換した組成が適している

ことがわかり、システム試験容器への搭載に向けた組成

最適化および50kg 級ロットの試作に着手した。また、

実システムでの耐久性をより正確に評価するため、実シ

ステムの温度・圧力変化が模擬可能なサイクル試験機の

構築を新たに行い、評価試験を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵、水素貯蔵材料、定置用水素貯

蔵システム 

 

［テーマ題目８］色素増感太陽電池の高機能化と信頼性

向上のための基盤研究 

［研究代表者］佐山 和弘 

（太陽光エネルギー変換グループ） 

［研究担当者］佐山 和弘、北尾 修、草間 仁、 

小西 由也、小野澤 伸子、舩木 敬、

杉原 秀樹、春日 和行、中澤 陽子、

船越 裕美（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 クリーンで無尽蔵な太陽光エネルギーの高効率な利用

を目的として、次世代型太陽電池として注目されている

色素増感太陽電池について検討し、高効率な光電変換を

実現するための技術開発を行っている。色素増感太陽電

池は、酸化チタン粉末などの安価な素材を利用し、製造

プロセスが容易なため、大幅なコストダウンが期待され

ている次世代の太陽電池であり、近年大きな注目を集め

ている。色素増感太陽電池はパワーデバイス用途だけで

なく、電極基板材料や色素を変えることによって形状や

色彩に多様性をもたせることが容易な電池である。基板

をガラスからプラスチックフィルムに変えることでフレ

キシブルな電池を作ることが可能であることに加えて、

朝夕の斜めからの太陽光や室内などの弱い場所でも高い

光電変換性能で発電することからインテリア用、インド

ア用太陽電池としての利用も期待されている。研究の具

体的な内容としては、近赤外光まで利用できる錯体増感

色素の設計合成、酸化チタンを代表例とする酸化物半導

体電極の製造技術、酸化還元電解質溶液の構成・調製法、

対極、セル構成法等の要素技術について検討し、世界最

高水準の光電変換特性を持つ色素増感太陽電池を開発す

る。 

 平成25年度は、新規ルテニウム錯体色素の開発、電解

質溶液系の最適化、計算科学と色素合成との融合連携、

反応機構解明、色素増感起電力応用研究などを行った。

太陽エネルギー変換効率の向上方法として複数の色素を

組み合わせる色素カクテルを検討した。基本性能の高い

産総研独自色素であるテルピリジントリカルボン酸とフ

ェニルピリミジン誘導体を配位子とするシクロメタル化

ルテニウム錯体色素に対して、有機色素を同時に酸化チ

タンアノードに吸着させることにより、短波長吸収が補

填され光電流が増加し、世界最高レベルの光電変換効率

11.1%を達成した。光安定性の高い新規ルテニウム錯体

色素の開発については、基準色素に含まれるイソチオシ
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アナト（NCS）基は、色素の中で最も弱い部分と言わ

れており、NCS 基を有しない色素開発を行った。色素

の安定性を加速試験で評価したところ、基準色素のブラ

ックダイは光照射によって色やスペクトルが変化し光電

変換効率の低下もみられたが、NCS 基をピリジンジカ

ルボキシラトという配位子で置換した色素は高い光安定

性を持つことを確認した。実験と理論計算との融合によ

る高性能色素開発指針を探る検討として、密度汎関数法

（DFT）計算を用いて開放電圧の向上に資する色素開

発の因子を調べた。色素酸化体とヨウ化物イオン I-との

強い相互作用、および大きな△G2値（色素 HOMO のエ

ネルギーレベルとレドックスポテンシャルとのエネルギ

ー差）が開放電圧に強く相関していることを初めて見い

だした。開発した新規色素および論文に報告された各種

増感色素に関しては、前年度に引き続き、順次データベ

ースに情報を格納して更新した。色素構造、分子量、慣

用名、異性体、溶液中の吸収スペクトル、吸光係数、吸

収末端波長、各吸収 max 波長、酸化還元電位、

（HOMO、LUMO）、電池特性（Jsc, Voc, ff, ηsun）

IPCE スペクトル、IPCE 最高値、LHE、測定条件など

を整理した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］色素増感、太陽電池、錯体色素、電解液、

計算科学 

 

［テーマ題目９］人工光合成技術の研究開発 

［研究代表者］佐山 和弘 

（太陽光エネルギー変換グループ） 

［研究担当者］佐山 和弘、姫田 雄一郎、草間 仁、

小西 由也、小野澤 伸子、三石 雄悟、

福 康二郎、砂 有紀、眞中 雄一、 

前川 秀、徐 紹安、Wang Nini、 

斉藤 里英、王 万輝、藤本 一正、 

間島 悠、寺島 直宏 

（常勤職員7名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光エネルギーの効率的な利用技術の確立を目指し、

自然が巧妙に行っている光合成プロセスを手本として、

太陽光エネルギーと水と炭酸ガスから、クリーンエネル

ギーである水素や炭化水素等の有機系資源の製造を可能

とする、人工光合成技術の開発を行っている。特に、太

陽光エネルギーの大半を占める可視光エネルギーを利用

した水の分解による水素製造技術の実用化のための検討

を行う。また、炭酸ガスを還元によるギ酸製造およびギ

酸からの水素製造の錯体触媒に関する技術開発を行い、

基礎的知見を集積する。さらに、環境浄化のための高性

能な光触媒を開発する。 

 産総研が開発してきた BiVO4光電極は水分解特性は n
型酸化物半導体光電極で最も優れている。本質的な半導

体特性を制御するために各種金属ドープを行い、Mo や

W の共ドーピングによる光電流の向上効果を見いだし

た。V5+を高価数元素に置換することによりキャリア密

度の増加や電荷分離の促進、導電性向上に寄与したと推

察される。また、電解液組成についても炭酸塩電解液に

異なるアニオンの塩を添加することで電流－電圧特性の

改善が見られた。高速自動半導体スクリーニング装置を

活用した高性能な半導体探索については、新規な Cu 系

や In 系、Fe 系の p 型半導体や Pb 系や Cr 系の n 型半

導体組成などを多数見出した。また、レドックス媒体を

用いる光触媒－電解ハイブリッドシステムのための光触

媒反応系開発に関しては、WO3半導体の表面処理条件

（Cs で反応サイトを形成）を最適化し、Fe3+/Fe2+レド

ックスの対アニオン過塩素酸とすることで反応が促進さ

れる効果を見出した。レドックスとして蓄えたれる太陽

エネルギー変換効率は0.38%へ向上した。この値は光触

媒反応の中で最高であり、バイオマスエタノール原料の

高収量作物として注目されている雑草植物の値

（0.2%）よりも高い値である。また、新規の鉄系半導

体光触媒を開発した。Ti-Sr を添加した Fe2O3光触媒が

ヨウ素系レドックスで酸素発生できることを見いだした。

安価で安定な材料であり、レドックス反応できる酸化物

としては最も長波長まで利用できる（～600nm）ことが

特徴である。環境浄化のための高性能な光触媒について

は、耐アルカリ性を持つ酸化タングステン光触媒の高性

能化について検討した。ビスマスを添加した酸化タング

ステンが光触媒活性と耐アルカリ性とともに抗カビ性を

同時に併せ持つことを見いだした。 

また、二酸化炭素の水素化・ギ酸の脱水素に関する研

究では、プロトン応答性配位子およびペンダントベース

効果に基づいて、新たな高性能触媒を見い出すことがで

きた。そこで、ヒドリド錯体生成の加速効果を検証する

ために、モデル触媒を用いて、ギ酸脱水素化反応におけ

る重水素や重水を用いた同位体効果を調べた。その結果、

水分子が水素分子のヘテロリシス開裂に強く関与してい

ることが示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、人工光合成、光電極、水素製造、

炭酸ガス、ギ酸 

 

［テーマ題目10］先進的クリーン燃料製造技術の研究 

［研究代表者］鷹觜 利公（新燃料グループ） 

［研究担当者］鷹觜 利公、シャーマ アトゥル、 

松村 明光、川島 裕之、森本 正人、

崎元 尚土、丸山 一江、竿留 良明 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高い水分量と自然発火性の問題から、これまで輸送が

困難であった褐炭、亜瀝青炭等の低品位炭を高効率でク

リーンに利用する技術開発のため、触媒を用いた低温ガ

ス化に関する研究開発を行なっている。これまでの研究
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成果において、水蒸気をガス化剤とする触媒ガス化では、

600～700℃という低温において、選択的に水素と二酸化

炭素が生成するため、水素製造と二酸化炭素固定化技術

への応用が期待されている。また、ガス化剤として、新

たに水蒸気＋二酸化炭素の混合ガスを用いることにより、

生成ガスとして水素と一酸化炭素の合成ガスが得られ、

水蒸気と二酸化炭素の比率を変えることにより、合成ガ

ス比を制御して一段階で合成ガスを製造することができ

ることを見出している。この技術開発により、未利用資

源である低品位炭を原料として、合成ガスからクリーン

な燃料、化学原料であるメタノール、ジメチルエーテル

（DME）、メタン等の最終製品の製造が高効率で可能に

なる。そこでこの新規の合成ガス製造技術を商業化プロ

セスへ展開するため、連続式触媒ガス化装置を用いた実

証試験を行っている。 

 平成25年度は、連続式触媒ガス化装置内の反応管を改

良し、安定的にガス化が進行することが確認できた。そ

の改良した装置で、豪州 Loy Yang 褐炭を用いて650℃

での連続触媒ガス化試験を実施し、連続的に安定して合

成ガスが製造できることを実証した。また、生成ガス中

の副生ガスをリアルタイムで定量分析を行い、従来の高

温ガス化からのガス性状に比べて、副生ガスの生成が極

めて少ないことが明らかとなった。さらには、触媒再生

試験を実施し、回収した触媒の分析から触媒劣化の割合

が確認できた。 

 この低温触媒ガス化プロセスは、従来のガス化プロセ

スに比べ、10ポイント以上極めて高い効率で合成ガスが

製造できるため、CO2排出量の大幅な削減が可能である。

将来のビジネスモデルとして、褐炭を多量に有する豪州

やインドネシアで、このプロセスを利用してクリーンな

燃料、化学原料の製造が可能となることから、現地での

エネルギー安定供給と大幅な CO2排出量の削減に貢献

できる。また、最終製品が輸送可能な燃料、化学原料で

あるため、これらを産炭国から輸入することにより、我

が国の安全で安定なエネルギー供給に貢献する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］低品位炭、低温ガス化、触媒ガス化、合

成ガス製造、水素製造 

 

［テーマ題目11］エネルギー技術評価に関する研究 

［研究代表者］村田 晃伸 
（エネルギー社会システムグループ） 

［研究担当者］村田 晃伸、遠藤 栄一、西尾 匡弘、

益田 泰輔、近藤 康彦、梁 建国、 

時松 宏治、関 成孝、田中 加奈子 

（常勤職員5名、他4名） 

［研究内容］ 

 低炭素社会の実現のためには、革新的なエネルギー技

術の大幅な導入が必要であり、そのためには政策に立脚

した技術開発・導入普及の推進が不可欠となる。その過

程において、実現するべき技術のポテンシャル評価と研

究開発動向、開発・導入シナリオの明確化等が求められ

る。本研究では、①エネルギー技術開発・普及に関する

エネルギーシナリオ分析、②環境・資源制約下でのエネ

ルギー・資源需給等に関するモデル構築、等を行った。 
① 水素等の新しいエネルギーキャリアの導入拡大や、

天然ガスの大規模利用が将来のエネルギーシステムの

課題として重要性を増してきている。これらのエネル

ギーキャリアの導入普及には大規模なエネルギーイン

フラの構築が重要であり、エネルギーシナリオの分析

にはエネルギーキャリア輸送チェーンを考慮した評価

が不可欠である。そのため、分析ツールとしてのエネ

ルギーシステムモデルにもエネルギーキャリア輸送チ

ェーンを組み込むことが必要である。このような背景

から、平成25年度においては、MARKAL（Market 
Allocation）モデルの多地域化に取り組んだ。具体的

には、石油、石炭、天然ガス、電力、等のエネルギー

キャリアの生産、輸送、貯蔵、などのフローと輸送コ

ストの現状を把握することを目的とするデータ調査を

実施した。同時に、従来は日本全体を一つの地域とし

てきた MARKAL モデルを、都道府県、電力供給地

域、等を単位とする階層的な多地域モデルに拡大する

作業に着手し、プロトタイプモデルを開発した。また、

24年度までに実施した「新エネルギー関連技術等に関

する温暖化防止効果の定量的貢献に関する調査」で検

討した温室効果ガス削減に資する17の研究開発技術を

継続し、17技術の導入による二酸化炭素排出削減効果

を技術別に分析した。その結果、経済性を重視する場

合には、石炭ガス化 FC 複合サイクル発電の導入効果

が最大であり、可変速モータの導入等がそれに次ぐこ

と、二酸化炭素排出削減を重視する場合には、CCS
付き天然ガス複合サイクル発電の導入効果が最大であ

り、再生可能エネルギーの導入効果も明確に見られる、

等の知見を得た。 

② 資源制約を考慮に入れた鉱産物資源需給の評価手法

の開発においては、エネルギー消費量が大きい鉄鋼に

関する最新の需要推計方法を反映する需要推計の高度

化作業を実施した。環境影響評価についても、最新の

評価モデルを反映する作業を実施した。これら資源環

境に関する高度化した評価手法と、これまで開発して

きた他モデルとのリンケージを図る作業を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］革新的エネルギー技術、環境制約、資源

制約、シナリオ、持続性指標 
 

［テーマ題目12］SOFC の高度排熱利用技術に関する

研究開発 

［研究代表者］平野 聡（熱・流体システムグループ） 

［研究担当者］平野 聡、竹村 文男、遠藤 尚樹、 

上山 愼也、稲田 孝明、染矢 聡、 
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馬場宗明、小林 成嘉、高橋 三餘、 

計良 満（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 一般家庭などの小規模需要に対してコジェネレーショ

ンシステムを導入して、省エネルギーを促進する試みが

模索されており、実際に都市ガスを燃料とした1kW ク

ラスの小型分散用のガスエンジンや PEFC（固体高分

子形燃料電池）システム、SOFC（固体酸化物形燃料電

池）システムも試作・販売されている。しかし、大規模

発電プラントの発電効率の向上、負荷変動が激しい小型

分散発電源の特性、初期コストなどを考慮すると、それ

らの導入による省エネルギー効果には多くのメリットを

見出せない状況にあり、より効率の高いシステムの開発

が望まれている。 

 最近の SOFC の技術的発展は目覚しく、DC 端出力

で60%を超える発電効率が得られる例もある。さらに、

SOFC に加え、その排熱でガスタービンを動作させる

複合システムでは、発電効率がさらに向上することがサ

イクル計算により示されている。しかし、高効率が期待

できる SOFC－ガスタービン複合システムは、マイク

ロガスタービンを用いても、150kW 以上の規模が対象

となる。他方、スターリングエンジンは、現状の技術レ

ベルでも、数 kW クラスにおいて20%を超える熱効率を

有する上、作動ガス温度も500℃から700℃と SOFC の

排出ガス温度に近く、SOFC との適合性も優れている。

また、ガスタービンとは異なり、SOFC 内を加圧する

必要がないため、現在コジェネレーション用として開発

している SOFC 技術の多くを流用できる利点もある。 

 そこで、SOFC とスターリングエンジンの小型複合

システムに注目し、これまでにサイクル計算による

SOFC－スターリング複合システムの性能予測、1kW
クラスのスターリングエンジンの開発・評価、高温熱交

換部のヒータ構造の研究および起動用バーナの開発、

SOFC 開発状況の調査と、複合システムの実現に必須

となる燃料再循環技術などの検討を行ってきた。その結

果、低空気過剰率での動作が可能となれば、複合システ

ム化により10%以上の効率向上が見込まれることがわか

った。 

 SOFC の動作温度は750℃から900℃と高温のため、

小型システムにおいては、回転部を持たないエジェクタ

ポンプを燃料の再循環に用いることが有効である。すな

わち、新気の燃料を流速の早い駆動流とし、セル出口の

アノードガスを吸引させて運動エネルギーを与え、ディ

フューザで圧力回復させるものである。セル出入口前後

の圧力損失を上回る圧力回復ができれば、アノード排ガ

スを再循環できることになる。モデル解析によれば、セ

ルでの圧力損失が100Pa の場合に、その回復に必要な駆

動流の流速は、175m/s 以上と見積もられた。そこで、

燃料再循環用エジェクタの設計・試作を行い、常温から

600℃に至る過程での再循環率と回復圧力の温度依存性

を調べ、高温においても燃料再循環に必要な再循環率と

回復圧力がほぼ得られることを明らかにした。また、定

格1kW の SOFC スタックを用いて、アノードガスの燃

料リサイクル予備実験を実施し、燃料リサイクル時のメ

タン改質器、エジェクタ等の温度管理方法、装置内物質

移動等を考察するデータを得た。 

 平成25年度は、定格1kW の SOFC スタックを用いて、

外部からの水蒸気供給が不要となるレベルのアノードガ

ス再循環実験を実施した。その結果、燃料再循環率が高

まり、水蒸気の外部供給量が低下するにつれて、発電量

は増加した。再循環時の電池スタックの長手方向には、

改質反応で50℃程度の温度分布が生じることもわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、複合システム、

スターリングエンジン、エジェクタ 

 

［テーマ題目13］大型風車用小型軽量超電導発電機のた

めの基盤技術開発 

［研究代表者］山崎 裕文（超電導技術グループ） 

［研究担当者］山崎 裕文、淵野 修一郎、古瀬 充穂、

岡野 真、名取 尚武 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 自然エネルギー導入量の飛躍的拡大は、我が国が取組

むべき最重要課題の一つである。風力発電に関しては発

電サイトの総発電容量を増大させる風車の大型化と洋上

への拡大が大きなトレンドとなっており、高電流密度・

高磁界を特長とする超電導技術を利用することで、信頼

性が高く軽量な大容量発電機を製作することが可能であ

る。洋上風力発電の普及拡大を大きく促進することを目

的として大型風車用超電導発電機を製作するための基盤

技術を開発するが、本研究で開発する要素技術は、風車

用発電機のみならず、小型軽量な船舶用モーターなど超

電導回転機一般に応用可能である。 

 10MW 級の次世代洋上風車用発電機への超電導の応

用について、大学・産総研・メーカー等で構成する調査

WG を主催して、どのような方式の超電導発電機が望

ましいかの検討を進めてきた。風車用発電機の電磁設計

を行い、超電導マグネットの高磁界を活用できる空心コ

イル方式（回転子のみ超電導）で発電機の超小型軽量化

が可能であるが、高価な高温超電導線材を大量に使用す

るため、10MW 級発電機に要望される3～4億円という

コストの実現は困難であることが分かった。発電機の低

コスト化を重視する観点から、超電導線材使用量が1桁

程度少なくて済む鉄心利用方式を採用するとともに、鉄

心の周りに配置する超電導コイルのみを冷却するコイル

モジュール方式が妥当であると結論した。平成24年度ま

でに、コイルモジュール方式における真空容器の構成

法・コイル支持方法などを検討し、侵入熱を理論的に見

積るとともに、実際に真空容器を製作し、銅製のダミー
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コイルを極低温窒素ガスで冷却して問題なく冷却できる

ことを確認した。 

 平成25年度には、引き続いてダミーコイルの極低温ヘ

リウムによる冷却試験を行って熱侵入量の評価を行い、

10MW 級風車用超電導発電機の超電導コイルモジュー

ルへの侵入熱を約700W と試算した。また、極低温冷媒

を静止系から回転子に供給する極低温冷媒給排装置につ

いて、回転数の低い大型風車用発電機ではセルフポンピ

ング効果が期待できないため、信頼性の高い方式の確立

が重要な課題となっている。このため、内蔵型冷媒循環

ポンプと回転・静止型熱交換器から構成される独自方式

を考案し、その概念設計を行った。これらの成果を元に

して、古河電工、前川製作所とともに NEDO の

「10MW 超級風車の調査研究（H25～26）」公募に

「10MW 超風車用超電導発電機の要素技術研究開発」

と言うテーマで応募し、採択された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超電導マグネット、超電導風力発電機、

超電導コイルモジュール、極低温冷媒給

排装置 

 

［テーマ題目14］ゼロエミッション SOFC の先導研究 

［研究代表者］嘉藤 徹（燃料電池システムグループ） 
［研究担当者］嘉藤 徹、門馬 昭彦、田中 洋平、 

根岸 明、野崎 健、永田 進、 
       高野 清南、飯村 葉子、吉原 美紀 

（常勤職員3名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 50%を超える発電効率を有する固体酸化物形燃料電池

（SOFC）システムの開発を目指し、燃料利用率を90%
以上まで向上させる技術、排熱有効利用技術等の要素技

術の開発、および SOFC システムと二酸化炭素回収シ

ステムを組み合わせたゼロエミッションシステムの性能

を評価することを目標にした研究を展開している。 

 平成25年度は、燃料利用率の向上に関連し SOFC ス

タックの最大許容燃料利用率のスタック温度分布依存性

などを調査した。具体的には円盤形スタックについて現

状のセルデータを用い、積層方向の温度差がスタック内

の各セルにおける燃料流量に与える影響等を検討し、ス

タック積層方向の温度分布と最大許容燃料利用率の関係

およびそのとき得られる発電効率の関係を計算した結果、

最大温度差60-160K では最大許容燃料利用率は90-85%
以下、発電効率は67%から63%程度まで低下することが

判明した。 

 また、今後運転圧力を高圧化することを想定し、電解

質支持型セルと電極支持型セルについてセル出力の圧力

依存性を調査した。その結果、電極の薄い電解質支持型

セルでは起電力以外には圧力依存性は観測されなかった

が電極支持型セルでは圧力上昇により過電圧の低下が観

測されたので燃料の電極内拡散および電極反応速度式を

考慮して、発電特性のシミュレーションモデルを構築し

た。 

 アノード排ガスを燃料入り口に戻して未燃燃料の有効

利用を図るアノード排ガスリサイクル技術については、

平成24年度に整備したアノード排ガスリサイクル用ガス

供給システム等を用いてセルの発電試験を行うとともに

数値モデルを高精度化しリサイクル時の単セルの発電特

性を1%以下の高精度で計算可能とした。また昨年度作

成した SOFC システムの効率計算モデルに、単セルの

発電特性、現在開発中のリサイクルブロアの特性等を組

み込み、アノード排ガスリサイクルシステム効率を計算

した。その結果、現状の技術の利用により定格時55%程

度の発電効率が期待できることが判明した。 

 排熱利用技術については平成24年度試験した50W 級

セルスタックの発電特性を参考にして、熱電発電技術 

（TEG:ゼーベック効果を利用して熱エネルギーを電気

エネルギーに変換）を家庭用小型 SOFC システムの空

気予熱器、温水用熱交換器、改質器等に導入することで

得られる発電出力と発電効率の向上を数値計算により評

価した。その結果、効率向上には改質器に熱電発電を設

置することが最も良く、その場合、システムの発電効率

を2pt 程度向上できることが判明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   
［キーワード］高効率 SOFC、燃料利用率、アノード 

排ガスリサイクル、排熱有効利用 

 

［テーマ題目15］高効率発電における電極高性能化に関

する研究 

［研究代表者］山地 克彦（燃料電池材料グループ） 

［研究担当者］山地 克彦、西 美奈、岸本 治夫、 

Katherine Bagarinao、堀田 照久 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

固体酸化物形燃料電池（SOFC）の高性能化のために

は、セル・スタックの発電効率の向上が必要である。そ

のためには、高い燃料利用率で安定に作動する電極の開

発が必要となる。本研究では、高い燃料利用率（70%以

上）でも、信頼性・耐久性が高い燃料極の開発指針を得

るために、SOFC 燃料極（ニッケルと酸化物が接する

界面）近傍における、ガスとそのイオン化、固体表面・

固体中での移動・拡散などの相互作用を感度よく検出す

る解析技術を開発している。 

昨年度もこれまでと同様、我々が開発した酸化物基板

上に作製したニッケル薄膜におけるニッケル凝集挙動の

評価技術を用い、燃料極を構成する酸化物成分に期待さ

れているプロトン伝導性セラミックスを用いた場合の影

響について検討を行った。一般的な YSZ や GDC を用

いる場合に比べ、燃料雰囲気下での Ni の凝集挙動が異

なることが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(103) 

［キーワード］高効率 SOFC、燃料利用率、その場観 

察、相変態 

 

［テーマ題目16］超高エネルギー密度二次電池の開発 

［研究代表者］周 豪慎 

（エネルギー界面技術グループ） 

［研究担当者］周 豪慎、劉 銀珠、北浦 弘和、 

岡垣 淳、張 涛、宋 智平、王 永慶 

（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

高性能リチウムイオン電池やナトリウムイオン電池の

ための優れている活物質などを利用した電極を合成して

電池特性を評価した。大容量を有する新型リチウム－空

気電池用空気極触媒、固体電解質を利用した全固体型リ

チウム空気電池の研究開発を行っている。主な成果は以

下の通り。 

(1) 非水系リチウム空気電池について、固体電解質とゲ

ル状の空気極を作って、空気中にも安定したリチウム

空気電池を評価した。これらの関連成果は学術誌

Nature Communications, (2013) に掲載。 

(2)東京大学と共同で、高分解 TEM で Li（NiCoMn）
O2-Li2MnO3中原子レベルの構造を解明した。関連成

果 は 学 術 誌 Angewandte Chemie International 
Edition, (2013) に掲載。 

(3) 空気極の副反応を抑えるために、カーボンフリーの

ITO/Ru とカーボン表面に RuO2で修飾した触媒を開

発した。関連成果は学術誌 NanoLetter, (2013)と
Angewandte Chemie International Edition, (2014)
に掲載。 

(4) 世界で初めて、ナトリウムイオン電池に使う電極

Na（Ni0.5Ti0.5）O2を開発した。関連成果は学術誌

Chemical Communications (2014) に掲載。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウム－空気電池、全固体型リチウム

空気二次電池、リチウムイオン電池、ナ

トリウムイオン電池 

 

［テーマ題目17］環境エレクトロニクスの研究 

［研究代表者］西澤 伸一 

（電力エネルギー基盤グループ） 

［研究担当者］西澤 伸一、大橋 弘通、中島 昭 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

民生領域ではモータが電力使用量のおよそ半分を占め、

その省エネルギー化が重要な開発課題になっている。モ

ータの省エネルギー化に関して、インバータ導入率の向

上およびその高効率化による省エネルギー効果の促進が

キーテクノロジーになる。インバータ導入率向上には、

インバータの小型高パワー密度化による低コスト化が重

要技術の一つである。現在、特にモータ用インバータは

モータ故障に対応する保護回路機能としてのコンデンサ

ーが組み込まれており、これがインバータ回路の小型化

の大きな障害になっている。ここでは、モータ故障にと

もなう過電流を、従来はコンデンサーに回避させていた

方法から、耐量の高いワイドバンドギャップ半導体の熱

容量を利用して回避させる方法を提案している。今年度

は、特にモータドライブ用 GaN デバイス集積化技術と

して、世界ではじめて同一基板上に n 型および p 型ト

ランジスタを作成し、動作実証を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ワイドバンドギャップ半導体、先進モー

タ、省エネルギー 

 

［テーマ題目18］木質系バイオマスからの液体燃料製造

技術の開発 

［研究代表者］竹村 文男（資源変換触媒グループ） 

［研究担当者］竹村 文男、高原 功、稲葉 仁、 

劉 彦勇、村田 和久、楊 立群 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 平成25年度は、合成ガスのフィッシャートロプシュ

（FT）反応による灯軽油留分製造技術の応用として、

低級炭化水素製造のための触媒および反応技術の研究を

行った。Al2O3に担持させた鉄系触媒に、K、Mn を添

加することにより、CO 転化率や C2-C4オレフィン選択

率が向上すること、K や Mn の添加量には最適量があ

ることをを見いだした。K 添加触媒については、ガス

組成を変えた場合についても調べた。使用済み触媒の昇

温還元や熱重量分析により、K、Mn の適量の添加によ

り、CO 不均化による炭素質の生成を抑制することを推

定した。 
 また燃料や化学品中間体への展開が期待される合成ガ

スからのエタノール等の混合アルコール合成については、

引き続きモリブデン系触媒について検討し、混合アルコ

ール選択率をさらに向上させるためには、メタン等の炭

化水素生成のさらなる抑制が必要であることを明らかに

した。メタノールの脱水、DME の CO 挿入、酢酸メチ

ルの水素化分解といった三つの反応を利用した間接法に

ついては昨年度の成果を元に、論文投稿を行った。 

 ガス化を経由しないバイオマスの直接熱分解による液

体燃料製造技術については、生成液体中の酸素含有量低

減のための触媒開発を継続した。H25年度は熱分解反応

ガスと触媒の接触方法を工夫したステンレス反応管で引

き続き検討し、原料増加により、有機相のバイオオイル

液体を取得することを目指した。最適な金属修飾ポーラ

ス担体系触媒を用いることにより、収率はまだ低いが、

バイオオイルを実際に得ることができた。今後液収率の

改善と共に、含窒素や硫黄化合物の低減などがさらに必

要であることを確認した。 

 さらに炭化水素含有藻類油からのジェット燃料・軽油
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製造のための水素化分解用触媒開発について、モデル物

質であるスクワレンの反応に適した触媒探索を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］FT 触媒、アルコール合成触媒、熱分解

触媒、水素化分解触媒 

 

⑭【安全科学研究部門】 

（Research Institute of Science for Safety and 
  Sustainability） 

（存続期間：2008.4.1～） 

 

研究部門長：四元 弘毅 

副研究部門長：本田 一匡 

総括研究主幹：匂坂 正幸 

総括研究主幹：緒方 雄二 

 

所在地：つくば西、つくば中央第5 

人 員：45名（45名） 

経 費：1,186,918千円（697,148千円） 

 

概 要： 

 本研究部門は、事故や災害の被害予測、技術や製品

の健康・環境・経済への影響評価など、幅広い分野に

わたる評価技術を総合し、科学的な評価のみならず、

社会的な評価も同時に行う、総合的なリスク評価・管

理手法を開発することを通じて、安全で持続的発展可

能な社会の実現に貢献することを目標としている。こ

のため、これまでに高い評価を受けてきた化学物質リ

スク評価、フィジカルハザード評価、ライフサイクル

アナリシス等、個別の評価手法を融合させ、学際的な

融合研究を推進して、安全と持続可能性を同時に追求

する「安全科学」の確立を目指している。 

平成25年度は、リスク評価戦略、環境暴露モデリン

グ、物質循環・排出解析、持続可能性ガバナンス、爆

発衝撃研究、高エネルギー物質研究、爆発利用・産業

保安研究、素材エネルギー研究および社会と LCA 研

究の9グループで研究開発を行った。 

 本研究部門は、環境・安全対策の最適ソリューショ

ンを提供し、新規技術に係る評価を行うことを目的と

して、以下のミッションを掲げている。 

ミッション１：従来の枠にとらわれない学際的な融合

研究を推進し、環境リスクや産業・災害リスク、社会

システムの持続可能性を評価する手法及びツールを開

発する。また、複数の拮抗するリスク（温暖化、資源、

生態系、ヒト健康などの間のリスクトレードオフ）の

最適化を図るための手法を開発する。 

ミッション２：信頼性の高いデータ、使い易い評価ツ

ールを提供し、評価結果を公表するとともに、市民や

産業、行政が評価結果を活用できるよう支援する。 

ミッション３：評価結果に基づく政策提言や、評価手

法の国際標準化などへの取り組みを通じて、産業の国

際競争力の強化に貢献する。 

 これらのミッションに対応して、平成25年度は、本

研究部門のプレゼンスを示す具体的な戦略課題として

1)～4)を選定し、融合研究を実施した。 

1) 新規技術体系のリスク評価・管理手法の研究 

 平成25年度は、効率的な有害性評価手法の開発と

して、二酸化チタン、酸化ニッケルナノ材料の体内

動態の解析を行うとともに、事業者の自主安全管理

技術の開発として、培養細胞試験による有害性評価

方法に関する手順書と作業環境での計測手法に関す

る手引を公開した。また、長繊維カーボンナノチー

ブの有害性評価に関する研究を実施した。 

2) フィジカルハザード評価と産業保安に関する研究 

 火薬類等の高エネルギー物質や高圧ガスが関与す

る災害を防止するために、火薬庫土堤の構造や雨水

などによる爆発影響低減効果の検討、高圧ガスの漏

えい拡散挙動や燃焼性評価、高エネルギー物質の生

成や火薬類の熱危険性などのハザード評価に関する

研究、爆発被害予測のための起爆・爆轟過程のモデ

リング、産業保安力向上のためのリレーショナル化

学災害データベース（RISCAD）の継続的な運用や

保安力評価などの広範囲な研究を行った。 

3) リスクトレードオフ評価・管理手法の研究 

 短期暴露対応の室内暴露評価ツールを公開し、皮

膚と口経由の暴露評価ガイダンス文書を作成した。

従来より時空間高解像度の大気と河川モデル試作版

を完成した。暴露期間の相違からヒト健康への有害

性補正、水質の相違から国内魚種への有害性補正の

手法を確立するとともに、生態リスク評価ツールを

公開した。中国とベトナムの不法リサイクルによる

汚染地域を特定し、ヒトの血中鉛濃度推定で良好な

検証結果を得た。低頻度大規模災害の総合リスク評

価システムのプロトタイプソフトウェアを構築した。 

4) 新規社会システムのライフサイクル評価手法の研

究 

 社会システムの個々の構成要素と環境問題の関係

だけでなく、システム全体が与えうる新しい影響領

域を評価する手法の検討として、環境負荷原単位デ

ータベース IDEA の拡充および英語版構築を実施

した。海外機関と協働し、水消費による健康被害評

価モデルの更新、および生態系サービスへの影響評

価モデルを開発した。また、約40の国の鉄鋼マテリ

アルフロー分析モデルを用いて、中国での自動車鋼

板のリサイクルの促進に有効な技術開発を2050年ま

での導入時期別に示した。  

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 受託研究費「平成25年度産業技術研究開発

（低炭素社会を実現する超軽量・高強度革新的融合材料
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プロジェクト（NEDO 交付金以外分）ナノ材料の安

全・安心確保のための国際先導的安全性評価技術の開

発）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成25年度化学物質安全対策

（製品含有化学物質の経皮・経口及び吸入暴露に係る調

査）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成25年度水素ネットワーク

構築導管保安技術調査（水素置換挙動調査）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成25年度石油精製業保安対

策事業（高圧ガスの危険性評価のための調査研究）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成24年度災害に強い産業の

形成・基盤整備事業（小型冷凍機への可燃性冷媒使用に

係る規制の在り方の検討事業）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成24年度災害に強い産業の

形成・基盤整備事業（自動車燃料装置用容器の安全性評

価事業：液化石油ガス自動車燃料装置用ドーナツ型補助

容器の安全性評価）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成24年度火薬類の安定的な

貯蔵・運搬に係る調査研究事業」 

 

経済産業省 受託研究費「再生可能エネルギー貯蔵・輸

送等技術開発事業」 

 

社団法人日本化学工業協会 受託研究費「事業者の自主

的リスク評価・管理を支援する環境リスク評価ツールの

開発」 

 

東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA, Economic 
Research Institute for ASEAN and East Asia）受託研

究費「EAS 諸国における再生可能エネルギーの持続的

な活用」 

 

学校法人東京理科大学 受託研究費「微燃性冷媒の燃焼

爆発影響評価」（独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構 受託研究費「高効率ノンフロン型空調機

器技術の開発」に係る再委託） 

 

東京大学先端科学技術センター 受託研究費「プラット

フォーム化を目指した日常行動に関わる LCA データの

整備と教材開発」 

 

特定非営利活動法人安全工学会 受託研究費「事故リス

ク評価検討調査」（経済産業省 受託研究費「平成25年

度現場保安力維持向上基盤事業（現場保安力維持・向上

に向けた調査・分析）」に係る再委託） 

 

民間受託研究費「防爆マットの爆破試験」 

 

総務省消防庁 受託研究費「地震等災害時に救助活動を

支援する障害物除去システムの開発」 

 

九州防衛局 請負研究費「針尾島(25)保管庫移設解析業

務」 

 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 共同研究費「低毒

化ガスジェット装置用推進薬の安全性確認に関する研

究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 共同研究費「民生部門

のエネルギー消費実態調査および低炭素化に向けたシナ

リオの検討」 

 

社団法人全国火薬類保安協会 共同研究費「土堤の安全

性向上に関する研究」 

 

社団法人全国火薬類保安協会 共同研究費「火薬類の包

装等に関する研究 」 

 

社団法人全国火薬類保安協会 共同研究費「爆発影響低

減化の技術基準の作成に関する研究」 

 

民間共同研究費「実包火薬庫の設置に係る技術基準検討

に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「国際

環境協力に資する河川シミュレーションモデルの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金

「QAAR（定量的活性活性相関）手法による化学物質等

の有害性推論手法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「暑熱

環境におけるエネ独立行政法人日本学術振興会費による

人間健康の改善効果の評価に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「暑熱

環境におけるエネ独立行政法人日本学術振興会費による

人間健康の改善効果の評価に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「リス

クに対する頑健性と柔軟性を備えた環境調和型サプライ

チェーン設計手法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「リレ
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ーショナル化学災害データベース」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「住宅

の Dampness による健康損失の評価と建築的防除に向

けた因果構造の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金分担金

（国立大学法人神戸大学）「持続可能な資本主義に関す

る実験経済学的研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金分担金

（国立大学法人東京大学）「複合リスクガバナンス－リ

スク俯瞰マップ、領域別事例比較、制度的選択肢」 

 

厚生労働省 科学研究費補助金「中小規模事業場向けの

リスクアセスメント手法の開発」 

 

厚生労働省 科学研究費補助金「家庭用品から放散され

る揮発性有機化合物/準揮発性有機化合物の健康リスク

評価モデルの確立に関する研究（サブテーマ：非定常型

曝露シミュレーション手法の開発）」 

 

厚生労働省 科学研究費補助金「妊娠・授乳期における

医療用医薬品の使用上の注意の在り方に関する研究」 

 

財団法人科学技術融合振興財団 研究助成金「原発等の

複雑システムの安全性向上を目的とする「工学システ

ム」と「人・組織システム」の複合体の挙動に関するゲ

ーム理論を基礎としたシミュレータの開発」 

 

公益財団法人 LIXIL 住生活財団 研究助成金「フタル

酸エステル類への経皮曝露評価 ～皮膚透過性試験法の

確立と応用～」 

 

公益財団法人 LIXIL 住生活財団 研究助成金「建設産

業における金属消費量変化の要因分析と将来推計」 

 

公益財団法人鉄鋼環境基金 研究助成金「生物利用性を

考慮した重金属の生態リスク評価の効率的手法の確立」 

 

発 表：誌上発表124件、口頭発表180件、その他30件 

--------------------------------------------------------------------------- 
リスク評価戦略グループ 

（Risk Assessment Strategy Group） 
研究グループ長：蒲生 昌志 

（つくば西） 

概 要： 

（研究目的）主に化学物質に関する具体的な課題につ

いてリスク評価を実施しながら、リスク管理を目的と

したリスク評価の考え方の検討を行う。 

（課  題）ナノ材料のリスク評価、化学物質の代替

に伴うリスクトレードオフ解析（ヒト健康リスク、生

態リスク）を中心的課題とする。 

（研究内容）ナノ材料のリスク評価については、カー

ボンナノチューブの簡易自主管理のための「カーボン

ナノチューブの安全性試験のための試料調製と計測、

および細胞を用いたインビトロ試験の手順」を公開し

てプレスリリースを行った。また、OECD における

細胞毒性試験のバリデーション活動に参加した。さら

に、酸化ニッケルナノ材料の体内動態に関する分析、

二酸化チタンナノ材料の有害性や体内動態に関する材

料間比較や物理化学的特性との比較を行った。 
 化学物質のリスクトレードオフ解析については、ヒ

ト健康に関する有害性評価に用いる動物試験データに

ついて、異なる試験期間（亜急性と亜慢性）を相互に

換算するための係数を主要臓器ごとに算出し、従来の

換算係数と比較した。生態影響については、主に金属

について、水質と生物利用可能性の関係を解析した。

また、生態リスク評価ツール MeRAM0.9.12を安全

科学研究部門ホームページ上に公開した。加えて、複

数の金属や化学物質に同時に暴露した場合（複合暴

露）の有害性影響を評価するために、情報収集と概念

整理を行った。 

 さらに、放射性物質の除染に係る費用と効果の解析、

個人被ばく線量の計測・解析に関する研究に取り組ん

だ。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

環境暴露モデリンググループ 

（Environmental Exposure Modeling Group） 
研究グループ長：東野 晴行 

（つくば西） 

概 要： 

 化学物質のリスク管理において、環境中の濃度を知

ることは最も重要な課題の一つと考えられる。環境中

濃度は、観測を行うかモデルによる計算で求められる

が、新規の物質など観測データが存在しない場合の推

定や限られた観測データからの全体状況の把握、将来

や過去の状況推定などでモデルの果たす役割は大きい

と言える。 

このような背景から、当グループでは、化学物質の

ヒトや生態系へのリスク評価において、最も基礎とな

る暴露評価技術の開発を行っている。大気、室内、河

川、海域等、複数の環境暴露評価モデルの開発と排出

シナリオの構築を行い、これらを用いた暴露・リスク

評価を他のグループと連携して実施し、その結果を化

学物質管理等の政策に反映させる。平成25年度は、以

下に示す内部及び外部資金によるプロジェクトと、他

部門との融合・連携研究の推進を中心に研究を進めた。 

① リスクトレードオフ評価・管理手法の研究 
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② 平成25年度化学物質安全対策（製品含有化学物質

の経皮・経口及び吸入暴露に係る調査） 

③ 家庭用品から放散される揮発性有機化合物／準揮

発性有機化合物の健康リスク評価モデルの確立に関

する研究（サブテーマ：非定常型曝露シミュレーシ

ョン手法の開発） 

④ 地震・津波および原発事故などの低頻度大規模災

害へ最適対応するための次世代リスク評価シミュレ

ーション技術の構築（活断層・地震研究センターと

共同で実施） 

⑤ 地下微生物を利用したメタンガス合成技術(地圏

資源環境研究部門と共同で実施) 

⑥ 放射性セシウム廃棄物等の管理に関する安全性評

価技術(地圏資源環境研究部門と共同で実施) 

また、これまで開発してきたモデルや研究成果の普

及や維持管理にも努めた。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

物質循環・排出解析グループ 

（Substance Flow and Emission Analysis Group） 
研究グループ長：恒見 清孝 

（つくば西） 

概 要： 

 新規物質のリスク評価や代替物質のリスクトレード

オフ評価を通じて、物質の代替・開発の意思決定や排

出抑制対策などの行政、企業のリスク管理に還元する

ことを目標として、物質フロー推定手法や環境中への

排出量推定手法の開発、発生源の同定手法、環境中動

態推定手法およびヒト・生物の暴露量推定手法の開発

を行っている。平成25年度は、以下の研究を実施した。 

① 環境排出量推計手法の開発 

・可塑剤1物質と難燃剤2物質を対象に、樹脂表面から

ハウスダストへの直接移行量を測定した結果、複数

物質で気中への放散速度の数倍～数十倍で、振とう

／静止による移行速度への影響が小さいことを明ら

かにした。ガラスビーズ等の模擬ダスト試験体を樹

脂表面に設置し、ある時間静止させる簡易なハウス

ダスト移行試験方法を確立した。 

・米国、欧州が公表する金属の製造から廃棄までの各

プロセスの大気排出係数情報とその信頼性評価結果

を収集、整理することで、鉛の国別大気排出量推定

の精度改善に不可欠な網羅的かつ精度を考慮した排

出係数データベースを作成した。 

② 環境中動態推定手法の構築 

・アジア各国の暴露濃度推定の感度解析を行い、土壌

から植物への移行パラメータが最も重要な要因であ

ることを示した。中国の数カ所において、プロトタ

イプモデルでヒトの鉛暴露量推定を行い、既報の血

中鉛濃度の実測値と比較した結果、1/2～2倍の範囲

で一致した。 

・アジア対応リスク評価ツール構築に向けて検証デー

タ蓄積のため、可搬型蛍光 X 線分析装置を導入し、

海外の土壌汚染サイト等で簡易に測定を行える体制

を整えた。 

③ 工業ナノ材料の暴露評価手法の開発、リスク評価

及び適正管理の考え方の構築 

・カーボンナノチューブ（CNT）の作業環境濃度計

測手法として、熱炭素分析や小型計測器の有用性を

評価し、計測事例とともに「作業環境計測の手引

き」をとりまとめて WEB で公開した。正確な方法

と簡易な方法の状況に応じた使い分けを提案した。 

④ エネルギーキャリアとしての水素活用における先

進的リスク評価 

・水素エネルギーキャリア候補物質のアンモニアを対

象に、スタンドにおける漏洩事故時のアンモニア濃

度空間分布をヒト健康影響の重篤度毎に推定するモ

デルのプロトタイプを構築した。 

・既存の燃料電池車普及シナリオを参考に2030年まで

の水素ステーション導入シナリオを作成した。2030

年における大気汚染物質と二酸化炭素の排出の増減

量を計算し、二酸化窒素が現状の場合に比して関東

の平均で10%減、オゾンが2%増という結果を得た。 

・水素ステーションに関する現状の社会受容性調査を

目的に、予備的なオンラインアンケートを実施した。

水素ステーションの建設については過半数が肯定的

であり、そのリスク認知はガソリンスタンドのイメ

ージからの類推によって形成される可能性があるこ

とが明らかになった。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

持続可能性ガバナンスグループ 

（Sustainability Governance Group） 
研究グループ長：岸本 充生 

（つくば西） 

概 要： 

 持続可能な社会に向けて、行政・事業者・市民それ

ぞれが果たすべき役割を支援するための評価手法を開

発し、それらが社会に実装されることを目標に次のよ

うな研究を実施した。1つ目は、新規技術の社会受容

のために必要な安全性確保のあり方を事例ベースで検

討した。特に、カーボンナノチューブを例に、自主安

全管理のあり方を探るとともに、有害性情報及び欧米

の法規制情報の収集や発信などを実施した。2つ目は、

環境に配慮した金融システム構築に向け、実験経済学

の知見に基づいた経済実験を実施した。その結果、環

境に配慮した投資が進捗した場合、環境価値が投資市

場に内部化されることによって、予期しない株価の変

動が起こることが確認された。市場を不安定にさせる

要因を排除するための制度設計についての研究を継続

する。3つ目は、労働者の安全向上に資する情報収集
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を目的として茨城県内の中小企業を対象にリスクアセ

スメントに関するアンケート調査を実施した。個々の

中小企業は労災発生率は高いものの従業員数が少ない

ゆえに年あたりの労災発生件数としては少なく、結果

として自らの事業所が比較的安全であると誤認してい

る可能性が示唆された。自事業所を安全と評価してい

る経営者に対して安全向上のインセンティブを効果的

に与える方法の開発が今後の課題として得られた。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４ 

 

爆発衝撃研究グループ 

（Explosion and Shock Waves Group） 
研究グループ長：中山 良男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 本グループは、固体および液体などの凝縮系の高エ

ネルギー物質等の爆発現象の解明とそれらの爆発影響

を低減化するための基礎研究を行っている。高エネル

ギー物質の爆発安全に関する研究では、爆発現象や爆

風の減衰機構の解明を目的に、独自の数値計算プログ

ラムを開発し、水による爆風の減衰効果の定量評価に

関する研究を行った。また、低毒化ガスジェット装置

用推進薬等の安全性を評価するために、推進薬が衝撃

起爆される圧力の推定や爆ごう速度の測定等を行った。

爆発影響評価の関係では、爆風波の密度変化を定量的

に可視化する手法を少薬量の爆発実験に適用して、デ

ータを収集した。爆発影響の低減化に関する研究では、

土堤による爆風の低減効果を評価するために、少薬量

の爆発実験でデータを収集した。さらに、実験を再現

する数値計算を実施し、土堤と爆風の干渉挙動に関す

る研究を行った。行政的ニーズに対応するため、室外

大規模実験に参加し、新しい構造の火薬庫土堤の安全

性評価、爆風や爆発破片等の爆発影響を低減化する技

術の開発を行った。このほかに、材料合成関連で制御

爆破による炭素系新材料の製造開発を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

高エネルギー物質研究グループ 

（Energetic Materials Group） 
研究グループ長：松永 猛裕 

（つくば中央第5、北センター） 

概 要： 

 当グループは、爆発現象を化学的な視点で捉え、高

エネルギー物質の反応機構の解明、安全化技術、分子

設計、危険性評価技術の開発等の研究を行うことを目

的にしている。このため、近年、特にコンピュータケ

ミストリ手法の利用と分光計測技術の導入に力を注い

でいる。具体的な研究内容は大きく分けて3つあり、

①化学物質の爆発性評価および保安技術に関する研究

においては、主として外部の依頼による発火・爆発性

の評価を行っている。②火薬類の有効利用に関する研

究については、爆発性のある物質を含有する物の安全

な処理技術、爆発を使った新材料合成等に関する研究

を行う。③高制御花火の開発においては、グリーン、

ミニマムエミッションをキーワードに人と環境に優し

い花火を創成することを目指す。特に、落下物、煙、

塩素、硫黄の低減化、および、花火用新素材の探索に

ついて研究開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

爆発利用・産業保安研究グループ 
（Industrial Safety and Physical Risk Analysis 
 Group） 
研究グループ長：和田 有司 

（つくば西） 

概 要： 

 本研究グループでは、火薬類等の高エネルギー物質

および高圧ガス、可燃性ガス等の安全利用技術に関す

る基盤的な研究と産業保安の研究を実施している。火

薬類の安全に関する研究では、火薬庫土堤による爆発

影響低減化へ向けた検討のため、種々の条件の土堤の

地盤振動と飛散物影響を評価した。また、震災時に使

用する人命救助用の新しいミニブラスティング技術の

開発、爆発影響評価の数値解析で重要となる爆轟ガス

の状態方程式に関する研究を実施した。高圧ガスおよ

び可燃性ガスの安全性に関する研究では、半導体産業

などで利用が拡大している支燃性ガスおよび代替フロ

ンとして着目される微燃性冷媒の爆発危険性評価、化

学プラント等における爆発影響予測手法の開発、水素

供給用導管の安全な水素への置換方法の調査、LP ガ

ス自動車用ドーナツ型容器や可燃性冷媒を使用した空

調機の火炎暴露試験等を実施した。産業保安に関する

研究では、リレーショナル化学災害データベース

（RISCAD）の継続的な運用、事故を時系列で整理し

て分析する事故分析手法 PFA の普及活動、安全基盤

と安全文化からなる保安力評価項目と事故原因との関

連性分析等を行った。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

素材エネルギー研究グループ 

（Material and Energy Sustainability Assessment 
 Group） 
研究グループ長：玄地 裕 

（つくば西） 

概 要： 

持続的発展可能な社会に向けて、素材、エネルギ

ーの利活用に関するあるべき方向の提言を導く研究

を以下の2つのテーマを中心に遂行している。 

① 素材、エネルギーの持続可能な利活用評価 
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 バイオマス起源の素材、エネルギーをはじめとす

る社会での利活用に対し、ライフサイクルアセスメ

ント、システム分析、アンケート・聞き取り調査な

どを通じて環境、経済、社会等の側面から評価を行

っている。平成25年度は、未利用の国内の木質、草

本資源等を原料とした新規素材の可能性、タイにお

ける自動車燃料としての適合性を評価した。 

 また、東アジア地域における持続可能な再生可能

エネルギーのあり方を検討するために、各国で実施

されている特徴的な小規模再生可能エネルギー事業

のレビューを行い、持続可能な形態で事業を運営す

るために留意すべき要件を抽出した。 

② 低環境負荷技術・行動による環境改善効果の評価 

 環境負荷低減技術・行動のライフサイクルを考慮

した環境影響評価に必要な要素研究を進め、環境影

響や受容性を定量化することを試みている。平成25

年度は、低環境負荷技術の経済評価のために発展途

上国での大気汚染に対する経済価値について分析を

進め、経済価値に対してどの様な要因が影響を与え

るかについて定量的な分析を行った。さらに、環境

負荷を低減させる行動と経済的な負担、利便性に対

するトレードオフについての検討を開始した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

社会と LCA 研究グループ 
（Advanced LCA Research Group） 
研究グループ長：田原 聖隆 

（つくば西） 

概 要： 

 新たな技術や政策の導入に対して、その影響を評価

することは必要不可欠であるが、現状では直接的な影

響の定量評価に留まっている。間接的な影響も含めた、

統合影響評価モデルを構築する必要がある。そこで、

本研究グループでは、産業への影響（産業構造変化な

ど）と、社会（消費者）への影響を分析するモデルを

それぞれ作成し、それらを用いて統合影響評価モデル

を完成させることを目標としている。産業への影響は、

サプライチェーン分析やマテリアルフロー分析

（MFA）によって評価し、消費者への影響は、消費

者行動分析によって評価する。最終的に、産業影響、

社会影響モデルを統合し、産業戦略や政策評価に活用

できるものにする。本年度の具体的な研究成果は、統

合影響評価モデルで基盤となるインベントリデータベ

ース（IDEA ver.2）および、産業影響評価用データ

ベース（IDEA マトリックス）の構築を行った。

IDEA マトリックスは、既存の IDEA に生産量の情

報を付加することで、我が国全体の物質のやりとりが

記述できるものである。このマトリックスを用いて単

位プロセスデータの見直しを実施した。また、水資源

消費や土地利用の影響を評価するためのデータを拡充

し、英語マニュアルを作成した。新バージョンを日本

語版／英語版を同時にリリースする。環境影響評価手

法の開発では、ETH Zurich、CIRAIG、TU Berlin
など海外機関と協働し、水消費による健康被害評価モ

デルの更新、および生態系サービスへの影響評価モデ

ルを開発した。また、環境影響評価手法に関する国際

的合意形成を目指す UNEP/SETAC の協働プロジェ

クトにおいて、海外のステークホルダーと共に評価手

法の課題抽出と今後の手法開発について議論し、イニ

シアティブ獲得に向けた活動も実施した。また、資源

供給リスクを表すクリティカリティを主な金属につい

て算出し、都市鉱山の利用可能性を考慮した資源循環

戦略の枠組みを提示した。研究成果や研究に用いたイ

ンベントリデータベースやソフトウェア、手法、指標

などは、論文、HP、ソフトなどにより公開し、ライ

フサイクル思考だけではなく、リスク評価、ハザード

評価などを用いた持続的発展可能な社会構築における

環境や安心安全に関する基盤技術として蓄積を行って

いる。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］新規技術体系のリスク評価・管理手法

の研究 

［研究代表者］蒲生 昌志（リスク評価戦略グループ） 

［研究担当者］蒲生 昌志、本田 一匡、岸本 充生、 

五十嵐 卓也、藤田 克英、小倉 勇、 

篠原 直秀、江馬 眞、張 貴華、 

斎藤 英典、カザウィ 理香、 

福井 浩子、蒲生 吉弘、篠塚 るり、 

鈴木 貴子（常勤職員7名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 今後新規に開発される先端科学技術に応用可能な安全

管理体系の構築を目指し、その一つの適用事例として、

ナノ材料のリスク評価及び管理手法の開発を行っている。

ナノ材料は、その新規な物理化学特性のため、様々な科

学技術分野における技術革新をもたらすものと期待され

ている一方、ナノスケールのサイズに由来する新規のリ

スクをもたらすという懸念もある。平成25年度は、以下

の研究・活動を実施した。 

① 効率的な有害性評価のための手法開発 

 ナノ材料は極めて多様なものが存在し、また、今後

も開発・市場化されると考えられることから、効率的

な有害性評価の枠組みが必要とされている。そのため

に、産総研内の他ユニット、外部の大学や研究機関と

連携して、下記の2つを柱とする研究プロジェクトを

開始した；１）有害性の観点から同等と見なせるナノ

材料をグループ化するための考え方（同等性判断基

準）を構築すること、２）気管内投与試験を、呼吸器

系への有害性に対するスクリーニング試験として確立

すること。その中で、安全科学研究部門は、ナノ材料
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の体内動態と影響に関する数理モデルの開発を行う。 

 平成25年度は、複数の酸化ニッケルナノ材料につい

て、臓器中のニッケル分析により、静脈注射後と気管

内投与後の体内動態を明らかにした。また、二酸化チ

タンナノ材料での試験結果に基づいて、１）肺からの

クリアランスや主要臓器間の分配に関する数理モデル

を作成し、２）有害性や体内動態に関する材料間比較

を行うとともに物理化学的特性との比較を行った。さ

らに、二酸化チタン粒子の気管内投与後の肺組織中の

分布を蛍光 X 線分析により定量化し、マクロファー

ジ浸潤の局在の様子と比較した。 

② 事業者による簡易自主安全管理技術の開発 

 事業者自らが安全性評価を実施することを可能とす

るため、ナノ材料製品のカーボンナノチューブ

（CNT）等について、培養細胞試験による簡易な有

害性評価技術、及び、模擬排出試験や簡易な暴露評価

手法からなる簡便な作業環境暴露評価手法を要素技術

として開発を進めている。 

 平成25年度は、これまで開発してきた手法をまとめ

て、「カーボンナノチューブの安全性試験のための試

料調製と計測、および細胞を用いたインビトロ試験の

手順」と「カーボンナノチューブの作業環境計測の手

引き」を公開し、プレスリリースを行った。また、

CNT の含有状態が異なる製品の切削時と摩耗時に飛

散する粒子を計測した。NanoSafety ウェブサイトに

おいて、重要な法規制動向について6件の記事を発信

し、200件以上の速報を流した。 

③ 長繊維カーボンナノチューブの有害性評価 

 繊維の長いカーボンナノチューブの有害性を確認す

る目的で、ナノシステム研究部門、ナノチューブ応用

研究センター、計測フロンティア研究部門と連携し、

生体毒性が低い界面活性剤を使用して長繊維状態を保

存した分散液を作成し、気管内投与試験によるラット

に対する有害性評価を実施した。長期観察試験の途中

である。 

④ 国際発信と協力 

 OECD WPMN（工業ナノ材料作業部会）の活動に

貢献した。具体的には、体内動態に関する専門家会合

での発表、細胞毒性試験のバリデーション活動への参

加、グループ化/同等性/類推に関する各国状況のアン

ケート調査の主導を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナノテクノロジー、ナノ材料、リスク評

価、有害性評価、暴露評価、リスク管理、

カーボンナノチューブ 

 

［テーマ題目２］フィジカルハザード評価と産業保安に

関する研究 

［研究代表者］匂坂 正幸（総括研究主幹）、 

緒方 雄二（総括研究主幹） 

［研究担当者］匂坂 正幸、緒方 雄二、角舘 洋三、 

中山 良男、松村 知治、若林 邦彦、 

杉山 勇太、松永 猛裕、薄葉 州、 

秋吉 美也子、岡田 賢、和田 有司、 

久保田 士郎、椎名 拡海、高橋 明

文、 

松木 亮（常勤職員16名） 

［研 究 内 容］ 

火薬類等の高エネルギー物質や高圧ガスが関与する災

害を防止するために、野外爆発実験や火炎暴露実験など

のハザード評価に関する研究、基盤となる計測技術の開

発に関する研究、産業保安力向上のための研究を柱とし

て広範囲な研究を行っている。平成25年度は主に下記の

研究開発を行った。 

① 爆発影響低減手法の検討 

 水による爆風の低減効果を評価して、爆風と水の相

互作用を理解するために、アクリル樹脂製の地下式火

薬庫モデルを作製し、水あり、水なし条件において爆

薬を爆発させて、モデル内部の高速度カメラ撮影やモ

デル周囲の爆風を計測する実験を行った。その結果、

両条件における爆発生成ガスの膨張の違いから、発生

した爆風がモデル内で水との反射を繰り返すことが爆

風圧低減化に寄与すると推測された。また、爆薬の周

囲に障害物を配置した場合の爆風の低減効果を評価す

るため、独自の数値計算プログラムを開発し、爆風の

伝播と障害物の影響を検討した。その結果、爆風低減

効果に対して数値計算は過去に行われた実験の再現に

成功し、障害物内部を伝播する圧力波の挙動を解明し

た。火薬庫土堤による爆発影響低減化へ向けた検討で

は、実験室内および野外での爆発実験を実施して、土

堤の片側の勾配を垂直とした土堤（片側垂直土堤）の

技術基準検討に資するデータの蓄積と、時間降雨量

100mm 超の状況でも、土堤の機能が維持できるよう

な土堤の表面保護手法の評価を行った。 

② 爆発性物質の発火・爆発危険性の解明 

 化学物質の発火及び爆発危険性の現象解明、危険性

評価技術の開発、安全な取り扱い技術の基準作成を爆

発現象の基礎的知見に基づき高度化させることを目的

とした。 

 今年度はシュウ酸銀、蟻酸銀などの銀化合物につい

て危険性を詳細に調べた。これらの銀化合物は爆発性

が高いために物性がほとんど知られていない。特に窒 

化銀については1mg でも容易に爆発するため取り扱

いが困難であるが、窒化銀が生成する条件を特定する

ことができた。また、発熱分解エネルギーの測定法の

標準化については制定した JISK4834:2013を基に流

通している火薬類の計測を行った。 

③ 起爆・爆轟過程のモデリングに関する研究 

 爆発被害予測のためには、爆轟生成ガスの状態方程

式が重要であり、そのパラメータセットは初期密度毎
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に異なる。本研究では、真密度の状態式情報を用いた

反応流れシミュレーションから任意の初期密度に適用

できるパラメータセットを構築する手法を提案した。

今年度は提案した手法の妥当性を検証するための爆轟

速度測定実験を実施し、測定誤差が0.3%程度となる

精度の高い測定手法を確立した。 

④ 産業保安力向上のための研究 

 産業保安力向上のための研究では、事故情報を事故

防止に活用するためにリレーショナル化学災害データ

ベース（RISCAD）の継続的な運用を行い、事故を時

系列で整理して分析する事故分析手法 PFA の普及活

動を行った。また、安全文化と安全基盤からなる保安

力評価評価項目と最近起きた大きな化学事故の原因と

の関連性の分析や保安力評価データ収集のためのデー

タベースシステムの開発を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］火薬類、火薬庫、保安距離、行政ニーズ、

安全性評価、爆風圧、可視化計測、

BOS 法、環境低負荷、爆破解体、破砕

デバイス、電子制御、破壊実験、ナノリ

スク、粉塵爆発、混合液化ガス、液体酸

素、液体酸素濃度、光吸収、高圧ガス、

可燃性ガス、支燃性ガス、微燃性冷媒、

爆発影響評価、リレーショナル化学災害

データベース（RISCAD）、事故分析手

法 PFA、保安力評価、安全文化 

 

［テーマ題目３］リスクトレードオフ評価・管理手法の

研究 

［研究代表者］恒見 清孝 

（物質循環・排出解析グループ） 

［研究担当者］東野 晴行、蒲生 昌志、岸本 充生、

梶原 秀夫、堀口 文男、林 彬勒、 

小野 恭子、井上 和也、石川 百合子、 

牧野 良次、内藤 航、篠崎 裕哉、 

加茂 将史、布施 正暁、竹下 潤一 

（常勤職員15名） 

［研 究 内 容］ 

化学物質間のリスクトレードオフ評価の成果発信を行

うとともに、暴露解析ツール、有害性推論ツール、リス

ク評価管理手法等のリスクの定量的評価技術の向上をめ

ざした。 

① 消費者製品に含まれる化学物質暴露評価手法の開発 

 室内環境下において消費者製品に含まれる化学物質

に対する現実的な暴露評価を可能とすることを目的と

して、１）暴露評価に必要な製品に関するデータの収

集、２）製品から媒体への排出移行速度推定手法開発、

及び３）暴露量推定手法の開発を実施した。収集した

データ及び開発した手法を取りまとめ、吸入、経皮、

及び経口暴露評価に関するガイダンス文書を作成した。

従来から開発を進めてきた濃度の時間変化と世帯分布

が再現できる室内濃度推定モデルを完成し、短期暴露

対応の室内暴露評価ツール iAIR ver.1.2sβとして公

開した。 

② 環境動態モデルの機能向上 

 大気モデル ADMER については、評価期間を従来

の1か月から4時間に詳細化しワーストケースの抽出機

能等を搭載したプロトタイプを開発した。河川モデル

SHANEL については、水質事故時に対応するため空

間解像度を従来の1km から250m メッシュに、時間解

像度を月単位から日単位へ詳細化を行った。また、河

川モデルから海域モデルへのデータ受け渡しのための

出力フォーマットの統一と Google Earth 等を用いた

表示機能の改善を行った。海域モデルの開発の一環と

して、東京湾内における放射性物質の環境中濃度と魚

類体内濃度の実測調査を昨年に引き続き実施し、現地

検証データの調査・解析を行った。 

③ 有害性推論モデルの確立 

 ヒト健康に関する有害性評価に用いる動物試験デー

タについて、異なる試験期間（亜急性と亜慢性）を相

互に換算するための係数を主要臓器ごとに算出し、従

来の換算係数と比較した。生態影響については、主に

金属について、水質と生物利用可能性の関係を解析し、

国内魚種への有害性補正の手法を確立して推論手法の

適用範囲を拡大した。また、個体群評価のための魚類

生活史パラメータを収集した。さらに、生態リスク評

価ツール MeRAM0.9.12を安全科学研究部門ホーム

ページ上に公開した。加えて、複数の金属や化学物質

に同時に暴露した場合（複合暴露）の有害性影響の評

価のために、情報収集と概念整理を行った。 

④ アジア対応暴露解析の開発 

 衛星夜間光強度データを用いて環境排出量の空間割

り振り手法を開発し、中国とベトナムの不法リサイク

ルによる汚染地域を特定することに成功した。アジア

各国の暴露濃度推定の感度解析を行い、土壌から植物

への移行パラメータが最も重要な要因であることを示

した。中国の数カ所で異なる移行パラメータを設定し

たプロトタイプモデルでヒトの鉛暴露量推定を行い、

既報の血中鉛濃度の実測値と比較した結果、1/2～2倍

の範囲で一致した。 

⑤ 低頻度大規模災害のリスク評価手法開発 

 プラント事故による有害化学物質と原発事故による

放射性物質の漏洩、拡散および避難範囲等を推定する

サブシステムを開発した。日本全国で把握されている

震源における地震に伴う建物と人的被害、および地震

の発生確率を考慮した建物全壊と死亡リスクを1km
メッシュ分布で示すサブシステムを開発した。各サブ

システムにより開発された手法、あるいは検討結果を

搭載した総合リスク評価システムのプロトタイプソフ

トウェアを構築した。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］消費者製品、暴露解析、有害性推論、サ

ブスタンスフロー、環境動態モデル、ア

ジア対応 

 

［テーマ題目４］新規社会システムのライフサイクル評

価手法の研究 

［研究代表者］玄地 裕（素材エネルギー研究グルー

プ） 

［研究担当者］玄地 裕、田原 聖隆、本下 晶晴、 

河尻 耕太郎、畑山 博樹、工藤 祐揮、

野村 昇、岸本 充生、本田 智則 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

社会システム（新規技術・政策）の導入による環境・

経済・社会への直接的な影響だけではなく、人間の生活

行動を考慮した最適なシステム導入やそれに伴う産業構

造など、社会全体に波及的に生じる間接的な影響まで、

動的かつ包括的に評価することが求められている。そこ

で、ライフサイクル評価手法の研究開発として、社会シ

ステムの個々の構成要素と環境問題の関係だけでなく、

システム全体が与えうる新しい影響領域を評価する手法

の検討を通じ、普及の見込まれる新規社会システムの影

響評価手法を開発する。本研究課題では、持続的発展可

能な社会を目指す際に必要となる社会システムの実現に

寄与することを目的に研究を実施している。本年度は、

①環境負荷原単位データベース IDEA の拡充 ②新た

な影響領域の評価手法開発 ③素材／資源フロー解析を

実施した。 
① 環境負荷原単位データベース IDEA の拡充 

 地球環境問題など環境側面の定量化手法として、

LCA は必須の概念である。LCA において環境負荷を

求めるためにはインベントリデータが必要不可欠とな

る。本課題では、商品を網羅し、信頼性を確保したイ

ン ベ ン ト リ デ ー タ ベ ー ス IDEA （ Inventory 
Database for Environmental Analysis、2008年開発

開始）の開発を行っている。今年度は、新たな影響領

域に対応するため、水消費や土地利用の影響評価のた

めのインベントリデータを拡充した。データベースの

マニュアルの翻訳を実施して、海外へのリリースへの

準備を行った。また、産業間の連鎖構造分析を行うた

めに必要な産業マトリックスデータの構築を実施した。 

② 新たな影響領域の評価手法開発 

 新規社会システム導入に関わる多様な影響評価に対

応するため、従来からの影響評価手法では対応してい

ない新しい影響領域として水資源消費、および土地利

用による生態系サービスへの影響に対応した評価手法

の開発・精緻化を進めた。水資源消費に伴う影響評価

手法として、人間健康被害（感染症、栄養失調）およ

び生態系サービス（一次生産）に関する影響評価係数

リスト（人間健康：世界166カ国、生態系サービス：

世界160カ国に対応）を作成した。人為的土地利用の

影響評価手法では、代表的な4種類の生態系サービス

（洪水調整、水供給、一次生産、炭素貯留）を対象と

して世界全体を対象としてメッシュスケールで評価す

るモデルのプロトタイプを開発した。 

③ 素材／資源フロー解析 

 金属資源の循環利用の促進のためには、資源需要と

リサイクル資源の利用可能量の将来推移をマテリアル

フロー分析で明らかにした上で有効な技術開発を進め

る必要がある。そこで、約40の国について構築した鉄

鋼のマテリアルフロー分析モデルを用いて、大規模市

場である中国での自動車鋼板のリサイクルの促進に有

効な技術開発を2050年までの導入時期別に示した。自

動車鋼板のリサイクルでは、不純物である銅に対処す

る技術開発としてシュレッダー時の銅除去、銅製部品

の自動車への不使用、電炉プロセスにおける銅許容濃

度の上昇が取り組まれている。この中で、銅許容濃度

の上昇は2050年までを通じて大きなリサイクル促進効

果を得られるのに対して、他の2つの技術は2030年頃

までは得られる効果が不十分であることを定量的に示

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］LCA、インベントリデータベース、 

産業マトリックス、消費者行動、バイオ

マス、土地利用、水資源 
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２）ライフサイエンス分野 
（Life Science and Biotechnology） 

--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General・ 
Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：湯元 昇 

副研究統括：織田 雅直 

 

概 要： 

 研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

 副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分野

の人事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本

部及び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括し

ている。研究分野間の融合を推進し、業務を実施して

いる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
ライフサイエンス分野研究企画室 

（Life Science and Biotechnology） 
 

所在地：つくば中央第2 

人 員：8名（6名） 

 

概 要： 

 産総研として特色ある研究の方向性や、開発技術を

社会に還元することを意識し、ライフサイエンス分野

の研究資源の最適配置をはじめとした研究管理を行っ

ている。 

 具体的には、当該分野における研究方針、研究戦略、

予算編成等の策定。研究プロジェクト立案や調整。研

究分野をまたがる融合研究の立案や調整。BioJapan
や JST 新技術説明会などを始めとする各種イベント

出展に対する立案や出展テーマの調整。見学、視察対

応。新規採用・任期付研究員のパーマネント審査に関

する業務など。 

 平成25年度は、通常業務に加えて例として以下のよ

うな業務を行った。 

1. 糖鎖創薬技術研究センター及びゲノム情報研究セ

ンター設立に向けた立案と関連作業 

2. 動物飼育施設の運営、集約に関する検討  

3. アジア諸国（インドネシア、インド、中国、韓国）

との連携強化に向けた立案、調整 

4. 産総研戦略的融合研究事業（STAR）「革新的創薬

推進エンジン開発プログラム（LEAD）」の研究及び

予算の管理、調整 

--------------------------------------------------------------------------- 
 

機構図（2014/3/31現在） 

 

 [ライフサイエンス分野研究企画室] 

  研究企画室長      田村 具博 他 

 [生物資源管理グループ] 

  グループ長       大和田 一雄 他 

 
②【糖鎖医工学研究センター】 
（Research Center for Medical Glycoscience） 

（存続期間：2006.12.1～2014.3.31） 

 
研究センター長：成松 久 
副研究センター長：後藤 雅式 
 
所在地：つくば中央第2 

人 員：7名（7名） 

経 費：546,540千円（299,078千円） 

 
概 要：  

「研究目的」 

 糖鎖遺伝子の網羅的発見、糖鎖合成技術、糖鎖構造

解析技術の3大基盤技術を開発し、糖鎖科学の幅広い分

野において、さらなる基礎的発見・発明を積み重ねる

とともに、それらを産業化へ応用する努力を行い、世

界的な糖鎖科学研究中枢としての基盤をさらに強固な

ものとする。 

 ポストゲノム研究としてプロテオーム研究が隆盛を

極める中、タンパク質機能の発揮には翻訳後修飾が重

要であることにようやく多くの研究者が気づき始めた。

タンパク質は、リン酸化、メチル化、硫酸化、そして

糖鎖付加などの翻訳後修飾を受けて初めて成熟した機

能を持つようになる。その中でも最も複雑な過程が糖

鎖修飾である。ゲノム配列が解明され、生命の神秘に

迫ったとされたが、かえって新たな謎の存在をクロー

ズアップさせることになった。それが糖鎖である。生

体内の多くのタンパク質は糖鎖修飾を受けているが、

糖鎖はタンパク質の機能を制御する重要な要素である。

生体内で働いているタンパク質の機能を解明し、利用

するため、糖鎖とタンパク質を一体として解析するグ

ライコプロテオームにより明らかにされる、すなわち、

タンパク質部分は同一であっても付加する糖鎖構造が

異なる分子「糖鎖修飾異性体」の概念を基本として研

究全体を推進する。 

 糖鎖科学は、ポストゲノム研究において我が国が優

位に立っている数少ない分野の一つであることから、

当研究センターはこれまでの糖鎖研究資産を生かして、

産業化に繋がる糖鎖医工学研究を実施することで、国

際的な糖鎖研究のネットワークにおける中核的拠点と

して研究開発の推進に貢献することを目指している。 

「研究手段」 
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 既に終了した NEDO 糖鎖関連遺伝子ライブラリー

構築プロジェクト（以下 GG プロジェクト）、糖鎖エ

ンジニアリングプロジェクト（以下 SG プロジェクト）、

糖鎖機能活用プロジェクト（以下 MG プロジェクト）

において中核的研究機関としての役割を果たし、外部

からも高く評価される実績を上げてきた。本年度はプ

ロジェクトの成果の社会還元を最重点課題として捉え、

がんなどの糖鎖関連マーカーの実用化に向けた企業共

同研究に注力した。肝疾患マーカー開発に関しては、

厚生労働科学研究費を獲得し、17医療機関とともに有

効性試験を実施している。また、本課題における上海

交通大との連携については理事長戦略予算を使用した。

糖鎖疾患バイオマーカーの探索に必須である臨床試料

については引き続き入手に努め今では産総研ライフの

貴重な財産となりつつある。B 型肝炎ウイルス（HBV）

の感染過程における糖鎖の役割解明と新規治療薬の開

発を目指し、厚生労働科学研究費を獲得・実施した。

本課題では、肝疾患や HBV 作製・感染実験を専門と

する肝臓グループと糖鎖機能解析技術を開発・実用化

して来た糖鎖医工学研究センターとの協力体制（補完

的医工連携体制）により、これまで培った技術を医用

応用へと展開している。産総研の第3期研究戦略で掲げ

ている、糖鎖を指標とした生体分子による疾病の診断

システムの開発については、早期診断による予防医療

を実現するための基盤技術開発によるライフ・イノベ

ーションの実現を目指し、とくに迅速計測システムの

開発の点で実用化を進めた。具体的な研究課題は以下

に掲げる。 

 「生体反応の分子メカニズムの解明によるバイオマ

ーカーの探索と同定」は、NEDO MG プロジェクト以

来の中心課題として、糖鎖関連の主要な疾患である、

がん、免疫、生殖医療などを中心に、産業上有用なバ

イオマーカーの発見を目指して以下の研究を継続推進

している。以下、共同研究企業名については割愛する。 

１）がんの悪性度の指標となる糖鎖構造及びその糖鎖

の担体となる糖タンパク質を探索し同定する。糖鎖

構造、糖タンパク質を鋭敏に検出する技術を開発し、

がんの早期診断や治療方針決定を可能にする技術を

開発している。 

２）免疫異常の原因となる糖鎖構造、糖タンパク質を

探索し同定する。特に IgA 腎症は全腎臓病の約半数

を占める患者数の多い重篤な疾患であるが、糖鎖不

全との関係が示唆されている。病気の原因究明、診

断法の確立、有効な治療法の開発を目指している。 

３）生殖医療では、精子、卵子の成熟に糖鎖が関与し

ていると考えられ、糖鎖機能不全により不妊が起き

ると推測している。その原因究明、バイオマーカー

の発見、最終的には不妊診断、治療への道をつける。 

 上記の疾患別研究開発を推進するために必要な技術

開発項目を以下に掲げる。 

１）産業上有用な機能を有する糖鎖を生体試料から高

効率に分画、同定する技術を確立し、糖鎖マーカー

を開発している。 

２）これに付随して糖鎖マーカーの精製や診断用糖鎖

構造解析等に供される新たな装置（自動エンリッチ

メントシステム）を開発している。 

３）疾患の進行に伴い構造変化する糖鎖マーカーは生

体内の重要な機能と結びついている可能性が高いた

め、発見された糖鎖マーカーの生物学的機能を解析

することは、疾患の治療手段の開発に繋がる。 

４）質量分析計、レクチンアレイによる構造解析技術

の改良に加え、より鋭敏で簡便な基盤技術を開発し

ている。 

５）糖鎖認識プローブの高機能化研究を行い、高感度

検出系の実現を目指している。 

 

また、科研費などを中心に、糖鎖の機能解析を進め

てきた。糖鎖改変細胞・動物を使用し、グライコプロ

テオミクス解析ならびに表現型の変化を解析すること

で機能解析を行う。幾つかの糖鎖遺伝子欠損マウスお

よび細胞を用いてその糖鎖キャリアを解析し、分子群

のリストアップを行っている。 

一方、散在している糖鎖関連データベースを統合す

ることで、より有益なデータベースへと進化させるこ

とができる。糖鎖関連データベースに関しては、産総

研が中心となり、国内の統合化を進めるだけでなく、

活動範囲をアジアに拡張している。すでに、糖転移酵

素データ（GGDB）、MS スペクトルデータ（GMDB）、

レクチン結合データ（LfDB）、糖タンパク質データ

（GlycoProtDB）、糖鎖合成データ、糖鎖構造などの

糖鎖データベース化を進め、ユーザーに利用されやす

いように、他研究機関の糖鎖関連データベースを含め、

糖鎖統合データベース（JCGGDB）の構築および公開

を行っている。 

 

「方法論等」 

 研究センター内での全チームの共同研究体制を最重

要視している。チーム間の壁がほとんどない「研究セ

ンター全体が一つのチーム」体制により、一丸となっ

て研究を推進している。 

 本研究センターの特徴として連携戦略班を設置して

いる。本格研究を推進するためには、今まで蓄えた知

財・研究リソース（遺伝子、細胞、モデル動物、解析

装置、データベース等）は既に膨大な存在となってお

り、それを無駄なく有効に活用する新たな仕組みが必

要であり、プロジェクトを推進すると同時に、成果普

及を別のマネジメントで行っている。特に、独立行政

法人工業所有権情報・研修館、発明推進協会との連携

で知財プロデューサーを派遣してもらい、出願支援、

使用許諾及び共同研究など企業等との契約支援、知財
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マップ作成など、プロジェクト成果の知財の戦略的な

管理、運用を行っている。また、良好な研究環境を構

築するためにリスク管理は重要であり、安全講習とし

て、RI 実験実施要領、ヒト由来試料実験倫理、組み換

え DNA 実験取り扱い要領、微生物実験取り扱い要領

について、さらに知的財産と特許、論文／学会発表に

おける承認基準、産学官連携と各種事業、研究者行動

規範など、連携戦略班により研究センター内での独自

の教育を行っている。コンプライアンス管理活動とし

て、研究センターは、社会の中で活動している存在で

あり、研究者以外にさまざまな人々が周囲にいて、そ

れぞれ異なった価値観をもって見られていることを理

解することに努めている。真に生命科学や糖鎖科学の

進展に貢献するかを厳しく吟味し、研究者が情熱を持

って取り組んでいる課題や萌芽的研究は、その実施を

積極的に支援している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

融合・連携推進予算「筑波大・企業三者連携による創薬

支援技術の開発」 
 
融合・連携推進予算「上海交通大学との連携ラボを活用

した国際共同研究支援事業」 
 
重点研究加速予算「がんバイオマーカー認識プローブの

製品化」 
 
25年度戦略予算（第2次採択課題）「膵臓癌治療用の低侵

襲手術デバイスの開発」 
 
産総研戦略的融合研究事業（STAR）「革新的創薬推進エ

ンジン開発プログラム(LEAD)」 
 
外部資金：  
独立行政法人 科学技術振興機構 ライフサイエンスデ

ータベース統合推進事業「糖鎖統合データベースの運営

と統合化支援、データベース更新作業」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 研究成果最適展開支

援プログラム「半導体素子を用いた肝線維化センサーの

開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 復興促進プログラム

「糖タンパク質の糖鎖品質を全自動で定量評価できる省

エネ・省スペース型装置の開発」 

 

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 難病・がん等

の疾患分野の医療の実用化研究事業 「肝疾患病態指標

血清マーカーの開発と迅速、簡便かつ安価な測定法の実

用化」 

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 平成24年度厚

生労働科学研究費補助金（B 型肝炎創薬実用化等研究事

業）「B 型肝炎ウイルスにおける糖鎖の機能解析と医用

応用技術の実用化へ」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費「糖

鎖遺伝子改変マウスを用いたコア3型 O-結合型糖鎖の生

体内機能解析」 

 
文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究 C「構造生物学

的解析によるR型レクチンのシアル酸含有糖鎖結合能獲

得メカニズムの解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究 A「糖鎖機能の

統合的理解を目指した糖鎖改変マウスの N-統合グライ

コプロテオーム解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究 C「分化能の

異なるがん幹細胞の同定とがん免疫療法による治療可能

性の検討」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究「医療

用マイルドプラズマによる創傷治癒の確立とプラズマー

組織細胞交互作用の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究「プラ

ズマ医療科学創成に関する総括研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究B「糖鎖によ

る細胞表面生体分子の機能の調節・制御機構の解明」 

 

農林水産省（帯広畜産大学）農林水産業・食品産業科学

技術研究推進事業「ウシの小型ピロプラズマ病に対する

ワクチンの開発研究」 

 

経済産業省 受託研究費 「平成25年度工業標準化推進

事業委託費（戦略的国際標準化加速事業（国際標準共同

研究開発事業：医療用途のプラズマ装置等に関する国際

標準化））」 

 

財団等受託研究費 国立大学法人京都大学 「インビボ

評価（病理学的解析）」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 研究成果最適展開支

援プログラム「半導体素子を用いた肝線維化センサーの

開発」 

 

発 表：誌上発表13件、口頭発表44件、その他14件 

--------------------------------------------------------------------------- 
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マーカー探索技術開発チーム 

（Functional Glycoproteomics Team） 
研究チーム長：成松 久 

（つくば中央第2） 

概 要： 
１）糖鎖関連バイオマーカーの開発 

 これまでに3つの NEDO プロジェクトを遂行し、糖

鎖遺伝子プロジェクトでは、生体内で糖鎖合成の担い

手である糖鎖遺伝子を網羅的にクローニングし、糖鎖

構造解析プロジェクトでは、質量分析装置とレクチン

を用いて糖鎖の構造解析が可能になった。それらの基

盤技術を背景に、糖鎖機能活用プロジェクトでは糖鎖

関連バイオマーカーの開発と生体内での糖鎖機能の解

明に取り組み、いくつかの臓器のがんにおけるバイオ

マーカー候補分子を多数見出している。糖鎖関連バイ

オマーカーの基本となる考え方は、「修飾異性体」の検

出である。細胞の分化やがん化に伴い糖鎖構造が大き

く変化することは以前より知られていた。疾患におい

ては、同じタンパク質であっても、産生する細胞の状

態によってその糖鎖構造が異なることが予想される。

我々はこのような根元のタンパク質部分は同じである

が、糖鎖構造が異なる糖タンパク質を修飾異性体と呼

んでいる。糖鎖関連バイオマーカーの開発では、グラ

イコプロテオームの概念に基づき、疾患に関連して変

化した糖鎖構造をキャリーしているタンパク質を同定

し、その糖鎖構造とタンパク質の両方を特定した検出

システムを構築することで、特異性の高い疾患マーカ

ーの開発を目指している。肝臓がん・肺がん・大腸が

ん・膵臓がん・卵巣がんなど数十種類の各種がん由来

培養細胞や患者由来生体材料を用いて、がんに関連し

た糖鎖構造変化を同定し、それら糖鎖のキャリアータ

ンパク質を生化学的手法・レクチンマイクロアレイ・

質量分析・IGOT 法、糖鎖遺伝子発現プロファイル解

析を用いて数多く同定した。5種類の臓器のがん（肝細

胞がん、胆管がん、卵巣がん、肺がん、前立腺がん）

のグライコプロテオミクス解析から得られたマーカー

候補分子に対して、生化学的なスクリーニング解析を

行い、候補分子のマーカーとしての有用性について検

証した。この過程で当初の数百種類の候補分子の中か

ら先行して、数種類程度までの候補の絞り込みを行っ

た。これらのマーカー候補分子のうち、一部に関して

は、タンパク質分子に対するモノクローナル抗体の作

製を系統的に進めた。また、並行して入手可能な市販

抗体などを用いた各種検証を進めた。その結果、胆管

がん、肝細胞がん、卵巣がんの候補分子のうち、有用

と思われた候補分子に関しては、糖鎖構造変化を検出

するレクチンと候補分子のサンドイッチ ELISA 検出

システムを構築することで迅速化にも成功した。これ

を用いて患者由来の臨床検体を用いて解析し、その有

効性を検証した（少数検体によるバリデーション解析

の実施）。さらに胆管がんや肝細胞がんの一部の候補分

子に関しては、当該システムを用いて、より多検体で

の検証試験の実施を行う予定である。 

 肝疾患マーカーでは、先に同定済みの肝疾患マーカ

ー候補分子群について、レクチンクロマトグラフィー、

免疫組織学的解析、レクチンアレイ解析等の糖鎖解析

技術を応用し、血清マーカー候補分子を絞り込んだ。

さらに、絞り込まれた候補分子である WFA 結合性

CSF1R（WFA+-CSF1R）を検出するためのサンドイ

ッチアッセイ系を開発し、少数検体レベルでの、血清

を用いた正当性検証試験を行った。統計解析の結果、

高値群においては肝硬変患者の予後発癌率が高く、生

存予後も不良であることが明らかになってきた。

CSF1R の局在と、WFA の標的糖鎖の局在を患者肝組

織切片の染色により検証した。2種類のプローブによる

染色領域は（結節周辺部にて）ほぼ重なっていた。今

後さらに多数症例の肝細胞がんマーカーの開発では、

既存マーカーである AFP とは異なる（取り逃がして

いる）患者群を囲い込むことが出来る、新規の糖鎖バ

イオマーカーの開発を試みている。肝細胞がん培養液

より、レクチンーIGOT-LC/MS 法で数百種類のプロー

ブレクチン反応性の糖タンパク質を同定し、さらにバ

イオインフォマティクス解析にて候補の絞り込みと優

先順位付けを行った。また、少数の患者血清を用いて

正当性検証を行った。現在正当性試験の結果の解析を

進めているところである。 

 卵巣がんマーカー開発では臨床施設との共同開発体

制を確立した。現在開発中のマーカーWFA レクチン

結合性セルロプラスミン（WFA+-CP）に関して、サン

ドイッチ ELISA による検出系を樹立、卵巣がん患者

腹水および他の婦人科疾患腹水での検証試験を実施し

た。その結果、他の婦人科疾患（子宮体がん、子宮肉

腫、子宮筋腫、子宮内膜症）と比較して卵巣がんでは

有意に高値を示した。また、WFA+-CP は現行マーカ

ーである CA125よりも特異度が高いことが明らかと

なった。さらに実用化を目指し、企業と連携して高感

度の検出キットの開発を進めている。並行して、マー

カー検出に特化したプローブの開発も行っている。ま

た、別途同様の戦略で臨床ニーズの高いマーカー開発

を各臨床機関と共同して開始した。予備的な解析では

がん性糖鎖変化を捉える新たなレクチンを選抜してお

り、今後新規マーカー開発に繋がることが期待できる。

肺がんでは糖鎖バイオマーカー候補分子をプローブに

て分画し、がん特異的な変化を起こしているかどうか

の確認も行った。さらにサンドイッチ ELISA 検出系

での、少数の臨床検体による検証が可能かどうかを検

討している。また、新たに組織レベルでの解析も行う

ことで、新たな有用分子の探索も進めている。 

２）半導体素子を用いた肝線維化センサの開発 

 本研究では半導体を用いて糖タンパク質を高感度
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で検出する安価なセンサを開発し、疾患の早期診断

を促進することを目的とする。ゲート絶縁膜（HfO2、

SiO2等）へのプローブ（レクチン・抗体）の固定化

プロセスの開発のために、まずはモデル糖タンパク

質マーカー分子の検出系構築のための準備として、

モデル糖タンパク質マーカー分子を選定し、分子モ

デリングを行うことで、予定するサンドイッチアッ

セイ系のシミュレーションを行った。その結果から、

センサでの検出が可能であると予測し、それらの糖

タンパク質マーカー分子を検出するための適切なプ

ローブ（レクチンや抗体）を選定・評価した。共同

研究機関である筑波大学にて基本的な半導体キャパ

シタセンサ（電気化学セル）の動作確認が出来たた

め、捕集プローブ（レクチンあるいは抗体などのタ

ンパク質）をセル表面へ固定化するための方法の検

討を、筑波大と共同で行った。典型的な反応系であ

るアビジン-ビオチン系をモデルとして用い、センサ

の特性の評価を行った後、プローブである抗体を機

能化した基盤表面に結合させ、抗体と糖タンパク質

分子との結合を検出することが可能かどうかを検討

した結果、抗体へのタンパク質の結合によって電気

的なシグナルが得られた。 

３）糖鎖遺伝子ノックアウト（KO）マウスの作製と解

析 

 これまでの糖鎖の機能解析の多くは、糖鎖改変細

胞を用いた細胞生物学的な解析である。糖鎖の担う

重要な生体機能の1つは細胞間コミュニケーション

であり、生体内でそれを解析するためには糖鎖合成

に関連する糖鎖遺伝子を改変した糖鎖改変モデル動

物を作製することが必要である。現在までにおよそ

200種類の糖鎖遺伝子が報告されているが、我々は糖

鎖遺伝子プロジェクトで新規に見出された遺伝子の

中で、がん化により遺伝子発現が変化するもの、組

織特異的に発現するもの、in vitro で機能性糖鎖を合

成する糖転移酵素をターゲットにして KO マウスを

作製した。具体的には Lex（SSEA-1）を合成する

FUT9、正常大腸に発現し、がん化により消失するコ

ア3合成酵素、糖タンパク質ホルモン特異的な糖鎖の

合成酵素、グリコサミノグリカン合成酵素、ポリラ

クトサミン合成酵素などである。これらの KO マウ

スは個体数が確保できたのもから順次、生化学的解

析、病理解析などの機能解析に移っており、いくつ

かのマウスではがんの発生する頻度が高いなどの表

現型が見出されている。これらのマウスを用いて、

疾患において糖鎖が関連する分子メカニズムの解明

を進めている。また、糖鎖は特定のタンパク質に付

加された時に糖タンパク質として特有の生体機能を

発揮するため、どの糖鎖がどんなタンパク質に結合

しているかを知ることが重要である。Lex や LDN、

ポリラクトサミン糖鎖を保有しているタンパク質群

をグライコプロテオミクス技術により大規模同定し、

糖鎖遺伝子 KO マウスを用いた構造変化、機能変化

の検証を進めている。 

４）ポリラクトサミン（PLN）合成酵素遺伝子ノック

アウトマウスの解析： 

 基幹的糖鎖構造の一つであるPLN鎖合成に関与す

る2系統の KO マウスに関して、免疫系の表現型を中

心に解析を行っている。PLN 糖鎖の発現に関する基

礎的な知見に関しては、未だ不足していると考えら

れるため、PLN 糖鎖のキャリア分子の同定を試みて

いる。まず、PLN キャリア糖タンパク質を効率的に

捕集するための系（レクチンアフィニティーなどに

よる捕集の系）の構築を行っている。培養細胞株

（HL60細胞）を用いて検討した結果、得られた分子

情報には、既報で PLN キャリアであることが報告さ

れている分子を含んでいることが明らかとなった。

そこで、野生型マウスを用いて、グライコプロテオ

ーム解析技術により、ポリラクトサミン糖鎖のキャ

リア分子を網羅的・ハイスループットに同定するた

めの系の構築（捕集用レクチンを選定し、このレク

チンによるキャリア糖タンパク質捕集系の構築）を

進めた。その結果では、マウス B 細胞由来のポリラ

クトサミン糖鎖キャリア糖タンパク質は50分子以上

（また、マウスの脾臓において270以上の糖タンパク

質分子）が同定できた。幾つかの分子については生

化学実験を通して確認を行った。また、バイオイン

フォマティクス技術（KeyMolnet 等）を導入して解

析を行ったところ、ポリラクトサミン糖鎖キャリア

糖タンパク質の多くが細胞膜表面に局在すると考え

られる糖タンパク質であることが予想された。今後、

さらに系のブラッシュアップを行うと同時に、各種

試料で捕集された糖タンパク質の同定を順次行って

いく予定である。 

５）生殖に関連した糖鎖の機能の解析: 

 O-16遺伝子欠損マウスの解析：糖鎖関連遺伝子の

ひとつであり、精子形態形成過程特異的に発現する

O-16遺伝子の機能を明らかにすることを目的として、

この遺伝子欠損マウスを作製して解析した。その結

果、O-16遺伝子欠損オスヘテロマウスは雄性不妊で

あり、O-16遺伝子欠損ヘテロマウスの精子において、

一部の奇形と精子運動能を司る解糖系タンパク質の

減少に寄る著しい運動能低下によって、雄性不妊の

表現型が観察されることをこれまでに突き止めてき

た。O-16遺伝子欠損マウスにおける精子タンパク質

量の変動を定量することに成功した。遺伝子改変マ

ウスで見られた精子タンパク質量の変動が、ヒト男

性不妊症患者精子においても観察されるかどうか検

証することで、ヒト O-16遺伝子における遺伝子変異

に起因する不妊症患者の同定を試みている。 

６）立体構造に基づいたノロウイルスと糖鎖との相互
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作用解析 

 ノロウイルスによる血液型糖鎖の認識機構につい

て、立体構造を基に計算科学による解析している。

タンパク質と糖鎖との相互作用を定量的に解析する

スタンダードな方法は現在のところない。具体的に

は水素原子を補完したモデルを量子科学計算により

構築し、結合に伴う安定化エネルギーの評価、結合

に寄与する構造的な要因を明らかにしている。この

結果、糖鎖との相互作用の特異性を決定しているの

は特定の糖鎖結合部位や特定のアミノ酸残基による

のではなく、全体の構造と相互作用の安定化である

ことが示唆された。このような安定化相互作用の違

いを可視化表現するために分子動力学計算により、

取り得る立体構造のエネルギー地形図を作成、その

特徴を比較することを試みている。今後このような

解析手法を基にウイルスの糖鎖認識の特異性とウイ

ルス株ごとのアミノ酸配列との関係、さらにはウイ

ルスの多様性や新種の特徴の解析ツール開発へと繋

げる。 

７）B 型肝炎ウイルスにおける糖鎖の機能解析と医用

応用技術の実用化へ 

 現在日本では約110-140万人の B 型肝炎ウイルス

（HBV）保有者がいると考えられ、さらに欧米タイ

プの感染も広がりつつある。インターフェロンによ

る低治療成績や核酸アナログ製剤に対する薬剤耐性

ウイルスの出現が問題になっており、逆転写酵素に

代わる創薬ターゲットが必須である。本研究は、肝

疾患や HBV 作製・感染実験の専門家との協力体制に

より実施しており、HBV の多検体検査や創薬支援に

繋がる技術の開発、肝細胞上の HBV の感染に関わる

糖鎖の構造・機能を解明、内在性レクチンなど HBV
感染機構の解析、ウイルス粒子の形成や分泌におけ

る糖鎖の役割を明らかにし、抗 HBV 創薬のシーズの

探索、ヒト型糖鎖を持つ HBs 抗原を用いた新規ワク

チンの開発を目的としている。マーカー探索技術開

発チームからは以下の成果を得た。 

 糖鎖遺伝子定量システム（qPCR）や次世代シーケ

ンサー、バイオインフォマティクス解析を行い、肝

細胞特異的に発現する糖鎖関連遺伝子（糖転移酵素

と内在性レクチン）の発現を解析した。プロテオミ

クス解析の結果と合わせて、肝細胞に発現する複数

種の HBV 糖鎖受容体候補分子を同定し、クローニン

グした。精製 HBs 抗原との結合性を解析し、HBV
糖鎖受容体候補分子の絞り込みを行った。 

 質量分析機（MS）による宿主肝細胞ならびに HBV

表面糖タンパク質上の N-結合型ならびに O-結合型

糖鎖の構造解析を行い、3者間での糖鎖構造を比較す

ることで共通性や差異を見出した。 

 プレプロ配列の導入により、従来法より10倍効率

的にリコンビナント HBs 抗原を細胞培養上清中に発

現させる系を構築した。また糖鎖遺伝子の発現解析

結果を基に糖鎖遺伝子 cDNA ライブラリーと siRNA
ライブラリーを作成した。siRNA ライブラリーを用

い糖鎖改変細胞を作製し、リコンビナント HBs 抗原

の発現への影響をスクリーニングした結果、

86siRNAターゲットのうち15糖鎖遺伝子でHBs抗原

の糖鎖が減少させる糖鎖遺伝子を確認した。 

８）糖鎖科学統合データベースの開発と公開 

 JST/NBDC の統合化推進プログラムの中で、国内

外の糖鎖関連データベースを保有する研究機関や大

学などと連携し統合化を推進した。当センターが保

有する糖タンパク質 DB（GlycoProtDB）、糖転移酵

素 DB（GGDB）、レクチン DB（LfDB）などのデー

タ補充やインターフェースの改修を行った。国内の

DB に対して横断検索や構造検索など横断的に検索

できるインターフェースの開発を終えた。また、よ

り高度に統合化したインターフェースを実現させる

ために、糖鎖構造や遺伝子名などの共起や最長フレ

ーズを認識できる統合化検索の技術開発を行った。

さらに、統合化検索に必要な情報基盤の整備のため、

シアリルルイスエックスなど有名な構造名でも、各

DB や論文の記述では、Lex、Lewis x、Lex などと表

記が異なることから様々な表記を同じものとして扱

えるようにシノニムの整備を行った。これに関して、

協力機関と糖鎖構造表記の標準化するために技術開

発と運用に向けた整備を行っている。 

 また、国際連携も視野に入れ、アジア各国と欧米

のの主要なグループの開発者を DB 会議に招聘した。

各国の DB 開発や研究データの情報を交換し、連携

のための共同開発のための準備と話し合いを継続し

た。 

 

マーカー検出技術開発チーム 

（Glycoproteomics Application Team） 

研究チーム長：池原 譲 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 池原研究室は病理学を専門とする研究室で、病理学

が医学分野で果たしている役割と同様に、病態病理の

検出と、その制御に関連した技術の研究開発を担当し

ている。糖鎖医工学研究センターの一員として、Ⅰ）

糖鎖機能活用技術開発として、疾患糖鎖バイオマーカ

ーの開発やがんを標的疾患とするバイオイメージング

技術の研究開発を手がけている｡さらに、産業技術総合

研究所には次世代の医療イノベーションへと繋がるさ

まざまなシーズ技術が存在することから、分野を超え

た連携を構築して、技術開発を推進している。産総研

の戦略的分野融合研究予算や、文科省・科研費新学術

領域研究予算などの獲得により、環境・エネルギー、

材料・ナノテクノロジー分野、情報エレクトロニクス
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分野の研究者とで実施しているⅡ）医療用プラズマ発

生装置の開発、Ⅲ）InGaS 結晶半導体素材による近赤

外域の波長を利用したイメージングデバイスの開発研

究では、産総研オリジナルとなる医療機器の試作・最

適化を進めているところである。 

Ⅰ）糖鎖機能活用技術開発 

 当課題では、a) NEDO プロジェクトにおいて、

「がんの性状をとらえる分子プローブ等の研究開

発」、b) 農林水産業・食品産業科学技術研究推進事

業において「ウシの小型ピロプラズマ病に対するワ

クチンの開発研究」における糖鎖被覆リポソームワ

クチンの実用化研究、そして c) 文部省科学研究費

基盤研究(c)において、「分化能の異なるがん幹細胞

の同定とがん免疫療法による治療可能性の検討」を

実施している。 

a) がんの性状をとらえる分子プローブ等の研究開発

では、京都大学と連携し、がんの発生や病態、その

進展のメカニズムに基づいて設計される分子プロー

ブのインビボ評価解析を実施している。特に膵臓癌

を対象とした研究開発では、PET 検査において利用

可能な、有望な候補プローブに目処がついたところ

であり、その有効性評価を進めているところである。 

b) ウシの小型ピロプラズマ病に対するワクチンの開

発研究では、産業技術総合研究所、帯広畜産大学、

東海大学と共同で実施した「新技術・新分野創出の

ための基礎研究推進事業」の成果、「ウシの小型ピロ

プラズマ病に対するワクチン」に関連した一連の技

術やノウハウを、ワクチンの製造販売事業を実施す

る機関（動物医薬品会社）へと技術移転するもので

ある。なお、同疾病は、日本で広く発生しており、

大きな経済的被害の原因となっているものの、有効

な治療薬やワクチンが無い。畜産業からのニーズに

合致する製品を、可能な限り速やかに普及するため、

製造・生産のプロセス開発を遂行しているところで

ある。 

c) 分化能の異なるがん幹細胞の同定とがん免疫療法

による治療可能性の検討では、膵臓発がんモデルの

作成と解析や、膵臓癌の発症メカニズムを踏まえた

糖鎖バイオマーカーの開発を進めている。これによ

り、PET 検査への円滑な受け渡しの実現を目指すと

ともに、糖鎖被覆リポソームワクチンを用いた膵臓

癌の免疫治療の可能性について、検討を進めている

ところである。 

［キーワード］バイオマーカー、ドラッグデリバリー 

 

Ⅱ）医療用プラズマ発生装置の開発 

 当課題では、a) 文科省・科研費・新学術領域「プ

ラズマ医療科学の創成」にて「医療用マイルドプラ

ズマによる創傷治癒の確立とプラズマ-組織細胞交

互作用の解明」、b) 文科省・科研費・新学術領域の

総括班として実施している「プラズマ医療科学創成

に関する総括研究」、そして c) 経済産業省・平成25

年度工業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準化

加速事業（国際標準共同研究開発事業：医療用途の

プラズマ装置等に関する国際標準化)）、さらには、

戦略的分野融合推進予算により d) 膵臓癌治療用の

低侵襲手術デバイスの開発にて実施している。 

 主たる共同研究者は、産総研エネルギー技術研究

部門・先進プラズマグループの榊田創グループ長で、

核融合研究で培われたプラズマ発生技術および、ノ

ウハウを背景に、安全性が高く、血液凝固効果の高

い医療用止血器具の開発を実施している。現在、止

血に使用されている高周波電気凝固装置等のデバイ

スは、確かに、円滑な手術の進行と手術時間の短縮

を実現するが、出血点を焼きつぶすことで止血して

いるため、焼灼による組織の障害が生じる。その結

果、術後障害が発生するほか、膵臓癌や胃がん等の

腹部手術で使用された場合には、熱により生じた傷

が瘢痕化して、再手術や放射線療法を実施する際の

妨げとなる。これに対し、産総研で開発したプラズ

マ照射装置を用いた止血は、熱による組織損傷を生

じることはない。 

a) 医療用マイルドプラズマによる創傷治癒の確立と

プラズマ-組織細胞交互作用の解明では、高周波凝固

を比較対象として、プラズマ止血デバイスの使用で

生じる血液凝固とそれに続く良好な創傷治癒の分子

メカニズムを明らかにし、見出した原理に照らして、

その利用展開を進めている。また、b)プラズマ医療

科学創成に関する総括研究では、榊田グループ長と

実施してきたプラズマ工学とライフサイエンス領域

との融合を、新学術領域内で推進して、新たな学問

領域としての『プラズマ医療科学』の創成を進めて

いるところである。そして、c)医療用途のプラズマ

装置等に関する国際標準化の活動を通じて、日本か

ら提案を予定している国際的な統一規格・基準を元

に、プラズマ医療機器が認証・流通する仕組みが実

現するよう、鋭意活動を行っているところである。 

 なお、榊田創グループ長と連携して進めてきたプ

ラズマ医療・健康産業フォーラム（Life Innovation 
by Plasma Technology-Forum: LIP-Forum）の活動

は、順調であり、第5回プラズマ医療・健康産業シン

ポジウム（平成25年12月26日に産総研・臨海センタ

ー）において、開催した。今年度も100名以上の参加

があり、プラズマ医療機器が注目されていることを

実感したしだいである。 

［キーワード］低侵襲手術、プラズマ、病理 

 

Ⅲ）InGaS 結晶半導体素材による近赤外域の波長を利

用したイメージングデバイスの開発研究 

 当課題では、a) 文科省・科研費・基盤研究(A)に
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よりナノチューブの近赤外発光を利用した臨床検

査システムの開発と、融合・連携推進のための戦略

予算にて行う b) 「膵臓癌治療用の低侵襲手術デバ

イスの開発」にて実施している。 

 a)は、産総研ナノチューブ応用センター、ナノエ

レクトロニクス研究部門と連携して実施している

研究課題で、生体の窓とされる近赤外波長域を利用

できる検査測定システムの開発を進めているもの

である。産総研で開発した近赤外半導体センサーを

導入したプロトタイプとなる装置の作成を行い、そ

の性能評価を進めた。 

 池原が長年、研究を行ってきた膵臓癌の克服には、

「的確な存在診断技術の不備」と「瘢痕と再発を識

別できないことによる再手術・放射線治療の不実施」

を解決することが必須であることは、よく知られて

いる。光通信での使用を目的に開発された「InGaAs

結晶半導体」を高感度な近赤外光イメージングに転

用すること、そして半導体製造・核融合のために研

究されてきた「プラズマ技術」を、止血技術に転用

することは、いずれも膵臓癌克服に大きな可能性を

持つと考えてきた。そこで、b) 膵臓癌治療用の低

侵襲手術デバイスの開発では、産総研の光通信や核

融合研究で培われたシーズ技術を集め、低侵襲性手

術の実現を確信できるプロトタイプの装置デバイ

スの試作行い、これを使用することで、膵臓癌の克

服におけるこれら技術の可能性を明確にすること

を目標に、研究開発を実施している。 

［キーワード］次世代臨床検査、近赤外光、PET、マウ

ス疾患モデル 

 

糖鎖データベース開発チーム 

（Analytical Glycoproteomics Team） 
研究チーム長：梶 裕之 

（つくば中央第2） 

概 要： 
 糖タンパク質機能の発現や調節に、糖鎖が重要な役

割を果たしていることは広く知られるようになってき

た。しかし、糖鎖の構造は複雑、多様、かつ不均一な

ため解析が難しく、特にタンパク質（ペプチド）と結

合した状態で、構造解析することはきわめて困難であ

る。このため、糖鎖の機能やその調節機構を解析する

ことは未だ技術的に困難である。糖鎖の機能を包括的

に理解するためには、どの糖タンパク質のどの部位に、

どのような糖鎖が付加されているか、またそれらがい

かなる状況でどのように変化するか、を俯瞰的に解明

することが重要である。現在一般的には、注目する糖

タンパク質を個別に精製した後、糖鎖を遊離させて構

造解析しているが、付加部位の同定や、詳細な糖鎖構

造の解析には手間がかかり、糖鎖が複数箇所に付加さ

れている場合はさらに全体像の把握が困難となってい

る。そこで、当研究チームでは、液体クロマトグラフ

ィー／質量分析法（LC/MS 法）を基礎としたアプロー

チで、糖タンパク質群（グライコプロテオーム）の網

羅的構造解析を実現するためのハイスループット分析

技術の開発を進め、タンパク質糖鎖修飾の広範な実態

情報を収集し、データベースを構築することを目的と

している。同時に、既に確立した糖タンパク質同定技

術を医用応用して、疾患糖鎖マーカー開発や創薬標的

の探索、機能解明に向けた大規模分析を行っている。 

１）糖ペプチド糖鎖不均一性の網羅的解析法の開発 

 糖転移酵素の変異、欠損や疾患に伴う糖鎖構造変

化を検出するため、当チームでは LC/MS 法を基盤

とする分析技術開発を進めている。今年度は、方法

論の検証と確立を目的に、疾患糖鎖バイオマーカー

（候補）分子等をモデル糖タンパク質とし、糖ペプ

チド画分の精製、濃縮、LC/MS 分析条件の検討、お

よび質量分析データ解析ソフトの開発と改善を行っ

た。糖ペプチドの包括的濃縮法としては、親水性相

互作用クロマトグラフィー（HILIC）法やゲル濾過

法を試料にあわせて使用した。また注目する糖鎖モ

チーフをもつ糖ペプチドを選択的に濃縮する方法と

して、レクチン親和性クロマトグラフィーを利用し、

標的糖鎖モチーフの濃縮効率を検討した。さらに、

複雑な LC/MS スペクトルパターンより糖ペプチド

のシグナルを選択的に抽出し、それらのコアペプチ

ドと糖鎖組成を自動的に検出するプログラムセット

をデザインし、ソフトウェアアソートの構築を進め

た。この課題は産総研、融合・連携推進予算の支援

のもとに行われた。 

［キーワード］液体クロマトグラフィー、質量分析、糖

鎖不均一性、LC/MS データ解析プログラ

ム 

 

２）疾患糖鎖バイオマーカー候補の大規模探索 

 NEDO「糖鎖機能活用技術開発」プロジェクト

（2006-2010年度）では、その一課題として、がんの

糖鎖バイオマーカー開発を行った。マーカー候補の

探索は、がん細胞が周囲の正常細胞とは異なる糖鎖

を異所的に発現する事実を基盤とし、がん性糖鎖を

もつ組織（細胞）特異的なタンパク質を標的候補と

する戦略に基づいて進められた（成松ら、FEBS 
J(2010)）。がん性糖鎖はレクチンマイクロアレイ分

析での結果に基づき、情報提供を受けた。当チーム

では、そのキャリアータンパク質を、疾患関連糖鎖

に反応性を有すレクチンで捕集し、IGOT-LC/MS 法

で同定することで、候補糖タンパク質を多数リスト

アップした（梶ら J. Proteome Res.）。今年度は、厚

生労働省科学研究費の支援のもと、多数の肝がん細

胞培養液からの候補タンパク質のリストアップ、組

織抽出物からの候補選出、などを通し、肝がんマー
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カーの新規探索および候補分子の検証を行った。 

［キーワード］肝細胞がん、バイオマーカー、グライコ

プロテオミクス、レクチン、質量分析、

安定同位体標識 

 

３）創薬支援のための糖タンパク質糖鎖付加位置およ

び糖鎖構造の解析 
 細胞膜表面に存在するタンパク質のほとんどは糖

タンパク質であり、糖鎖がそれらの機能を調節して

いることは想像に難くなく、実際に免疫やシグナル

伝達などで重要な機能が報告されている。ウイルス

感染、例えばインフルエンザウイルスの感染に糖鎖

が関連していることは広く認知されている。一方、B
型肝炎ウイルス（HBV）の感染における糖鎖の関わ

りは不明で、創薬標的の探索のためには、HBV 生活

サイクルにおける糖鎖機能の解明は重要である。そ

こで、本年は、HBV 表面に存在する HBs 分子にお

ける糖鎖の付加位置の同定や糖鎖構造の分析を進め

た。本研究は厚生労働省科学研究費の支援のもとに

行われた。 
［キーワード］肝炎ウイルス、HBV、表面抗原（HBs）、

糖鎖構造、糖鎖付加位置 

 

４）糖鎖遺伝子ノックアウトマウスの糖タンパク質解

析 

 上述の通り、糖タンパク質に付加された糖鎖の構

造機能相関を分析することは非常に困難であるが、

注目する糖鎖構造の合成を担う糖転移酵素遺伝子を

ノックアウト（KO）し、その表現型の解析から糖

鎖機能を明らかにする、逆遺伝学的な手法は一つの

有効な手段と考えられる。糖鎖構造と表現型を関連

付けるためには、糖転移酵素の人為的欠損に伴って

生じる糖鎖構造変化の詳細や、その変化が生じたタ

ンパク質を知る必要がある。そこで当チームでは、

糖転移酵素 KO マウスを利用したディファレンシャ

ルなグライコプロテオーム解析を実施し、糖鎖機能

の解明を目的とした、ハイスループット分析法の開

発を行った。本研究は文部科学省科学研究費の支援

を得て行われた。 

［キーワード］糖鎖遺伝子、糖転移酵素、ノックアウト

マウス、プロテオミクス、レクチン、質

量分析、安定同位体標識 

 

５）糖タンパク質データベース GlycoProtDB の構築

と公開 

 ゲノム情報から予測されるタンパク質アミノ酸配

列の解析から、タンパク質のおよそ1/3はシグナルペ

プチドあるいは膜貫通領域をもつと予測されるので、

これらのタンパク質は小胞体内腔で糖鎖付加を受け、

ヒトやマウスでは約7,000種類と予想されている。N

結合型糖鎖は共通配列 Asn-X-[Ser/Thr]の Asn 側

鎖に結合するので、結合位置はタンパク質のアミノ

酸配列から予測可能であるが、立体構造上の位置や

膜タンパク質の場合は膜トポロジー(膜に対する配

向)によって糖鎖付加の可能性が大きく変動するた

め、実際の糖鎖付加位置情報はタンパク質の機能制

御の観点から重要な情報となる。そこで、実験的に

決定された糖タンパク質の種類、糖鎖付加部位、お

よびその糖鎖が反応するレクチンの種類などの情報

から構成されるデータベースを構築するため、これ

までに実施したグライコプロテオーム解析データを

整理し、当センターで構築した GlycoProtDB に搭

載した。これまでに、マウス由来のタンパク質約

2,500種のデータを登録、公開したが、今年度はさら

にヒト由来タンパク質について各種糖鎖バイオマー

カー探索で同定した約1,000種の糖タンパク質につ

いて、データベースへの登録を行い、公開した。ま

た、分析結果をデータベースに登録するためのイン

ターフェース開発を進め、データベースの更新頻度

の改善を進めた。本研究は、科学技術振興機構の支

援を得て行われた。 

［キーワード］グライコプロテオミクス、レクチン、質

量分析、安定同位体標識、糖タンパク質

データベース、GlycoProtDB、糖鎖付加

位置 

 
診断薬開発支援班 

（Glycodiagnosis Translation Team） 
研究班長：久野 敦 

（つくば中央第2） 

概 要： 
 本研究班は、グライコミクス／グライコプロテオミ

クスのための当センター独自技術を直接的に実用化、

ないし新規診断薬に利用される糖鎖バイオマーカーと

いう形で間接的に実用化するための研究（支援）活動

を連携戦略班とともに進めることをミッションとした

研究チームである。私たちの活動は健康を守るために

開発された先端技術をいち早く社会へ還元するのに役

に立つと考えられる。また、糖鎖が密接に絡む生命現

象（がん、発生、感染、免疫など）の解明や、その知

見をを出発点とした治療薬や診断薬の開発の一助にも

なる。具体的な活動としては、当センターで発見され

た糖鎖バイオマーカーを迅速、かつ簡便に測定するた

めのアッセイ系のデザインおよび実用化企業への親身

な橋渡しである。自ら開発したレクチンマイクロアレ

イを駆使した独自のアッセイ構築パイプラインは、糖

鎖関連診断薬（Glycodiagnostic agent）の開発を加速し

ている。 

［キーワード］糖鎖バイオマーカー、診断薬、橋渡し研

究、レクチンマイクロアレイ 
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③【生命情報工学研究センター】 
（Computational Biology Research Center） 

（存続期間：2007.4.1～） 

 

研究センター長        ：浅井 潔 

副研究センター長：藤 博幸 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：12名（12名） 

経 費：428,894千円（302,549千円） 

 

概 要： 

 バイオインフォマティクスの中核拠点として、複雑

な生命現象を情報学の立場から総合的に解析し､ゲノ

ム配列、タンパク質、細胞などの生体情報に基づく診

断･創薬支援、バイオプロセス利用など産業技術の創出

に向けた研究開発に取り組んでいる。 

 ライフサイエンス分野における計測・実験技術の発

展は著しく、特に近年、超高速シークエンサーの登場

により、ゲノム配列、発現転写物に関する圧倒的な量

の情報が得られる状況において、大規模かつ高速な情

報処理が強く必要とされている。当センターでは独自

の大規模計算機環境を駆使してゲノム情報、生体高分

子の構造と機能、細胞ネットワークなど膨大なデータ

に対応し、工学的視点に基づく実用的なシステムの開

発を行っている。また、センター内外のソフトウエア・

データベースを統合し、創薬支援など実用的な応用環

境と知的基盤の構築を目指している。 

 さらに、産学官連携を重視し､民間企業や大学との共

同研究、研究員受け入れなど、次世代の生命情報工学

を支える研究人材の育成も重要なミッションである。 

 

重要研究課題としては、下記項目を掲げている。 

（１）ゲノム情報解析 

（２）分子情報解析 

（３）細胞情報解析 

（４）情報基盤統合 

（５）人材養成 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

平成25年度ライフ分野特別研究予算 

 

第一三共戦略的アラインス 

 

直接分化法による再生医療技術の開発 

 

データベースの秘匿検索技術の開発 

イノベーション推進本部裁量予算 

 

産総研版 FIRST 事業（戦略予算）創薬エンジン推進プ

ログラム（LEAD）実施 

 

ナノ構造情報に基づいた機能探索 

 

プライバシ保護データ収集・解析基盤による疾患遺伝子

探索・疾患リスクモデル構築 

 

外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業チーム型研究（CREST）「エピゲノム標準化情報基盤

の構築」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業チーム型研究（CREST）「珪藻ゲノムのインフォマテ

ィクス解析」 

 

独立行政法人科学技術振興機「構解析プラットフォーム

による統合利用環境の整備」 

 

独立行政法人理化学研究所 試験研究題目「HPCI 戦略

プログラムにおける人材養成プログラムの実施」（高性能

汎用計算機高度利用事業おける研究課題「戦略プログラ

ム」準備研究 分野1予測する生命科学・医療および創薬

基盤） 

 

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 国立情

報学研究所「超巨大データベース時代に向けた最高速デ

ータベースエンジンの開発と当該エンジンを核とする戦

略的社会サービスの実証・評価（サブテーマ：超巨大サ

イバーフィジカルシステム基盤のための情報創発技術と

その戦略的社会展開）」 

 

独立行政法人 国立がん研究センター「分担研究課題：

高速シーケンサーデータの情報解析とアルゴリズムの開

発」 

 

The University of Tennessee 植物遺伝子のアセンブ

リーおよびシンテニー検出のための計算手法の開発に関

する研究 

 

独立行政法人科学技術振興機構 プライバシ保護データ

収集・解析基盤による疾患遺伝子探索・疾患リスクモデ

ル構築 

 

文部科学省 タンパク質の立体構造及び相互作用推定の

ための構造インフォマティクス技術の開発 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 構造方程式モデリ

ングによる多能性幹細胞での細胞分化制御因子の推定 
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日本学術振興会 科学研究費補助金 マルチスケールシ

ミュレーションによる核酸立体構造予測 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 構造方程式モデリ

ングによる多能性幹細胞での細胞分化制御因子の推定 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 基質結合部位予測

に向けたタンパク質局所構造の高速比較法の開発 

 

日本学術振興会 プライバシー保護バイオインフォマテ

ィクス基盤技術の開発と応用 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 ケモカイン受容

体・ウイルス性受容体・デコイ受容体における機能分化

の情報解析 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 コンポストによる

特定悪臭成分分解メカニズムの解明 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 酵母ミトコンドリ

ア蛋白質の mRNA 局在化シグナル解析 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 NLS－NESdb－ 

一蛋白質核内外移行シグナルのデータベース 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 ナノ構造情報に基

づいた機能探索 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 RNA・タンパク質

相互作用の網羅的予測と検証 

 

日本学術振興会 特別研究員奨励費 時系列遺伝子発現

データからの遺伝子制御ネットワークの推定 

 

発 表：誌上発表39件、口頭発表70件、その他8件 

--------------------------------------------------------------------------- 
RNA 情報工学チーム 

（RNA Informatics Team） 

研究チーム長：光山 統泰 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 機能性 RNA に特化したバイオインフォマティクス

技術の研究開発に取り組んでいる。 

 新規機能性 RNA の発見と、機能推定のための情報

処理技術の確立を目標として、基盤技術の開発から応

用研究まで、幅広い研究テーマを掲げて活動している。 

 近年はエピゲノム・プロジェクトへ参加し、エピゲ

ノム配列情報解析技術の開発に取り組んでいる。特に、

DNA メチル化情報解析において独自の解析ツールを

開発しており、世界的な普及推進に力を入れている。

また、国際ヒトエピゲノムコンソーシアムの活動にも

参加しており、日本のエピゲノムデータの品質検査や

データベース構築に貢献している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

配列解析チーム 

（Sequence Analysis Team） 

研究チーム長：ポール ホートン（Paul Horton） 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 次世代シーケンサーの普及を見越した研究を行う。

その基盤技術であるゲノムアラインメント法を改良し、

シーケンサーデータの誤読を修正するプログラムを開

発する。また、ゲノム転写制御領域の情報解析、タン

パク質アミノ酸配列からの立体構造・細胞内局在予測

での優れた技術的蓄積を生かし、配列に基づいた遺伝

子機能解析を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

生体分子解析チーム 

（Biomolecule Analysis Team） 

研究チーム長：藤 博幸 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 生体分子、特にタンパク質を中心に、その機能や、

機能を支える立体構造の解析のための基盤技術の開発

やデータベースの構築、および創薬や物質生産への応

用研究を実施する。又、応用研究にあたっては、産総

研内外の実験研究者と連携して研究を推進する。 

 基盤技術開発については、具体的には、酵素データ

ベースの構築、創薬標的タンパク質分子モデリング法

の開発、分子動力学計算法によるシミュレーション技

術の開発などを行う。 

 また、生命情報科学技術者養成コースを通じて、創

薬インフォマティクスの人材養成にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

情報基盤統合チーム 

（Integration of Biological Information Team） 

研究チーム長：浅井 潔 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

  ライフサイエンス研究分野では、その複雑化・細分

化にあわせて解析ツールやデータベースの多様化が求

められ、個々のデータベース、解析ツール、システム

の乱立や併存は、管理・運用に多大な労力を要し、研

究分野の迅速な変化や新規技術への対応が困難となっ

ている。そこで、産総研内外のライフサイエンス関連

のデータベース、ソフトウェアを最新の情報技術を用

いてシームレスに統合した情報基盤の構築に研究セン
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ター全体で取り組む。 

具体的には、解析ソフトウェアを一つ一つユーザが

実行するのではなく、一連の処理を効率的に短時間に

実行できるワークフローを容易に構築できる情報基盤

を構築する。そのため、情報基盤の要素技術としての

解析ソフトウェア、内部・外部データベースが連携し

動作する、柔軟性に富んだプラットフォーム型の知的

基盤環境の構築を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

細胞システム解析チーム 

（Cellular Systems Analysis） 

研究チーム長：富井 健太郎 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 生体内の細胞機能をシステム的な情報解析によって

明らかにし、創薬、有用物質生産などの産業応用につ

ながる課題に応用する。 

 創薬、有用物質生産などへの応用に向け、遺伝子ネ

ットワークの新規解析手法の開発や既存解析手法の高

度化、統合化などに取り組んでいる。細胞分化メカニ

ズムの解明のためにこうした手法を適用し、ES 細胞

や iPS細胞などで異なるステージへの移行を決定する

細胞内因子の推定を行うとともに、推定した制御因子

と遺伝子間の相互関係をネットワークモデル化するこ

とで、細胞分化における重要なパスウェイの同定を行

っている。また、バイオディーゼルなど有用物質の高

生産能解明に向けた発現データの解析や、化学物質毒

性の予測手法の開発、細胞内小器官の制御機構解明の

ための情報解析にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ゲノム情報解析（機能性 RNA 情報解

析転写制御の情報解析） 

［研究代表者］光山 統泰（RNA 情報工学チーム） 

ポール ホートン（配列解析チーム） 

［研究担当者］光山 統泰、清水 佳奈、 

ポール ホートン、マーティン フリス、

今井 賢一郎、後藤 修、森田 眞理子、

加藤 和貴、齋藤 裕、 

トーマス ポールセン、上野 建寿、 

榊原 康文、佐藤 健吾、木立 尚孝、

浜田 道昭、辻 淳子、深沢 嘉紀 

（常勤職員5名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

新規機能性 RNA の発見と機能予測 

配列情報に基づいた、遺伝子発現と産物の機能解析 

研究内容：  

 二次構造を考慮した高速・高精度な RNA 配列情報解

析とゲノムアラインメント、タンパク質の局在化シグナ

ル解析、次世代シーケンサーのデータ処理技術等を開発

すると共に、転写制御機構の解析、新規機能性 RNA 発

見等、ゲノムとプロテオーム情報を工学的制御の観点か

らの解析を行う。 

 

RNA 情報工学チーム 

 機能性 RNA に特化したバイオインフォマティクス技

術の開発、ゲノム配列からの機能性 RNA の網羅的予測、

機能性 RNA データベースの構築バイオインフォマティ

クス技術によって機能性 RNA を解析し、ゲノム情報制

御機構の工学的視点からの解明によって産業技術開発に

貢献する。 

 NEDO「後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した創

薬基盤技術開発」に参画し、エピゲノム情報基盤の構築

をテーマに、RNA-seq の情報解析やエピゲノムデータベ

ースの構築を担っている。 

 

配列解析チーム 

 次世代シーケンサーの普及を見越した研究を行う。そ

の基盤技術であるゲノムアラインメント法を改良し、シ

ーケンサーデータの誤読を修正するプログラムを開発す

る。また、ゲノム転写制御領域の情報解析、タンパク質

アミノ酸配列からの立体構造・細胞内局在予測での優れ

た技術的蓄積を生かし、配列に基づいた遺伝子機能解析

を行う。 

 

平成25年度進捗状況は以下の通り。 

RNA 情報工学チーム 

 東京大学と実施した、ヒトゲノムにおける RNA 編集

部位の網羅的解析において、マイクロ RNA に対する影

響をバイオインフォマティクスにより網羅的に推定する

ことで貢献した。この成果は査読付国際誌 Genome 
Research vol.24(3)に掲載された。 

 DNA メチル化を網羅的に測定するバイサルファイ

ト・シークエンス情報を効率よく解析する情報ツール

Bisulfighter を開発した。DNA メチル化の検出感度およ

び精度とも世界最高クラスを達成した。査読付国際誌

Nucleic Acids Research vol.42(6) に採録が決まった。

ソースコードを公開中。 

 

配列解析チーム 

 配列解析チームは主な研究課題としてゲノム・アライ

ンメントと蛋白質の細胞内局在予測などに取り組んでき

た。ゲノム・アラインメントでは、配列解析チームが開

発した配列アラインメントツールLASTの改良と性能評

価を行い、LAST の優れた能性を示した。さらに、ゲノ

ム・アラインメントを行う際、繰り返し配列の影響によ

るホモロジーの誤判定を減らせる手法“Tantan”を開発

した。蛋白質の細胞内局在予測では、βバレル膜蛋白質



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(125) 

の解析対象を植物の葉緑体に広げ、葉緑体外膜のβバレ

ル膜蛋白質である可能性が高い新規候補を同定した。ま

た、蛋白質の機能制御機序のひとつである、核外移行シ

グナルの新規予測法を開発し、従来法より予測精度を大

幅に上げたことを示した。 

 

光山 統泰“A biochemical landscape of A-to-I RNA 
editing in the human brain transcriptome”, GENOME 
RESEARCH. 2014/1/1 

 

齋藤 裕、辻 淳子、光山 統泰“Bisulfighter: accurate 
detection of methylated cytosines and differentially.”, 
NUCLEIC ACIDS RESEARCH. 2013/12/1 
 

加藤 和貴“aLeaves facilitates on-demand exploration 
of metazoan gene family trees on MAFFT sequence 
alignment server with enhanced interactivity”, 
NUCLEIC ACIDS RESEARCH. 2013/7/1 
 

加藤  和貴  “MAFFT multiple sequence alignment 
software version 7: improvements in performance and 
usability”, MOLECULAR BIOLOGY AND 
EVOLUTION. 2013/4/1 
 

矢田 哲士、後藤 修  “Tetrahedral Gray code for 
visualization of genome information”, PLOS ONE. 
2014/1/1 
 

Horton Paul “Next-generation Bioinformatics: 
connecting bases to genes, networks and disease.”, 
BRIEFINGS IN BIOINFORMATICS.  2014/3/1 
 
深 沢  嘉 紀 、 Horton Paul “Plus ça change － 
evolutionary sequence divergence predicts protein 
subcellular localization signals”, BRIEFINGS IN 
BIOINFORMATICS  2014/1/1 
 
Horton Paul “Summary of talks and papers at 
ISCB-Asia/SCCG 2012.”, BMC GENOMICS   

2013/4/1 
 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］機能性 RNA、次世代シーケンサー、配 

列解析 

 

［テーマ題目２］分子情報解析（複合体立体構造予測化

合物バーチャルスクリーニング（VS） 

生体分子の機能解析技術の応用研究） 

［研究代表者］藤 博幸（生体分子解析チーム） 

［研究担当者］藤 博幸、長野 希美、亀田 倫史、 

広川 貴次、本野 千恵、野口 保、 

廣瀬 修一、輪湖 博、関嶋 正和、 

藤本 浩文、岩切 淳一、浜田道昭、 

加藤 毅（常勤職員5名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

構造変化を含む複合体構造予測技術の開発 

化合物 VS フォーカスドライブラリ構築 

生体分子の機能解析技術の応用研究 

研究内容：  

 これまでに開発してきたタンパク質構造・機能予測技

術、分子シミュレーション技術等に分子設計技術を融合

させ、創薬標的タンパク質・変性疾患関連ペプチド・糖

鎖に特化した高精度な創薬支援技術を開発する。そのた

め、大規模計算技術によるタンパク質同士やタンパク質

と他生体分子（核酸・化合物・糖鎖等）との複合体立体

構造予測法を開発する。また、核酸、タンパク質などの

生体分子の様々なデータを利用した、生体分子の機能解

析のための技術開発やデータベースの構築を行う。 

 

生体分子解析チーム 

 生体分子の情報解析の高度化と実用をめざして研究を

進めている。これまでに開発してきたタンパク質構造・

機能予測システム、分子シミュレーション技術等の基盤

技術、またデータベースなどをさらに発展させると同時

に、それらの技術を用いた創薬や物質生産への応用研究

を実施した。応用解析は、文部科学省の「創薬基盤プラ

ットフォーム事業」での支援研究、また経済産業省の「革

新的バイオマテリアル実現のための高機能化ゲノムデザ

イン技術開発事業」での連携をはじめとして、産総研内

外の多くの実験研究者との共同研究を実施した。これら

の研究を通じて、タンパク質相互作用解析、分子認識の

インシリコ解析、溶解剤の開発、菌類由来の生理活性ペ

プチドの研究などにおいて、多くの成果が得られた。 

 

平成25年度進捗状況は以下の通り。 

生体分子解析チーム 

(1) 分子モデリングに基づく高度創薬支援 

 創薬基盤プラットフォーム事業を通じて、8件の支援

研究を実施した。その中で、4件の誌上発表を達成でき

た（Doi et al., Chem. Sci.; Akimoto et al.,Org. Biomol. 
Chem.; Fuse et al., Eur. J. Med. Chem.; Kawamura 
et al., J.Med. Chem.; ）。また高度化研究として、タ

ンパク質‐タンパク質ドッキング相互作用解析他、2

件の誌上発表を達成できた（Uchikoga et al., PLoS 
One;Yamasaki et al., J.Chem. Inf. Model.）。また医

薬開発以外の分野では、茶カテキン分子とデキストリ

ン分子認識においてもインシリコ解析に貢献し、誌上

発表を達成した（Nishizawa et al., Food Sci. and Tech. 
Res.）。 
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(2) アミノ酸を利用した溶解剤の開発 

 アルギニンの多量体であるポリアルギニンは、カー

ボンナノチューブの溶解剤として有効であることを、

実験・計算両方の観点から示した。同じ電荷をもつポ

リリジンでは、弱い効果しかないことも示し、その原

因はカーボンナノチューブに対する吸着力の違いに起

因することを明らかにした。（ HiranoA et al.; 
Chemistry Europian J）また、アミノ酸の一種である

アルギニンが、カラムの溶出剤として有効であること

を実験・計算両方の観点から示した。特に、通常酸性

条件下で行われる抗体のカラム精製が、アルギニンを

用いることで、抗体の変性を引き起こさない中性 pH
下でも行えることを実証した（HiranoA et al.; J 
Chromatgraphy A） 

(3) 「革新的バイオマテリアル実現のための高機能化ゲ

ノムデザイン技術開発（TRAHED）」PJ の成果酵素反

応データベース EzCatDB システムに新機能を追加し

た。富井チーム長が開発した FORTE との連携で、配

列検索を行う EzCat-FORTE のプロトタイプを開発

した。 

 カビAspergillus flavusで同定されたustiloxin Bと

いう環状ペプチドが、非リボソームペプチド合成系

（NRPS）によるものではなく(Umemura et al., 
PLoS One)、カビでは初めてのリボソームペプチドで

あることを発見し（Umemura et al., Fungal Genet 
Biol）、更に生合成メカニズムの予測も行った。 

(4) 「タンパク質の配列-構造解析技術の開発と応用」 

 地理情報の解析で使用される空間統計学を、タンパ

ク質の機能部位推定に応用し、アミノ酸配列と立体構

造情報から機能部位を推定する手法を開発した

（Nemoto, Toh, BMC Struct Biol）.この手法は、単

に機能部位推定に利用できるだけでなく、推定に最適

な配列のデータセットの選択にも利用できる。また、

ケモカイン受容体とそのホモログであるウイルス受容

体、デコイ受容体について、それらの機能差を決定す

るサイトを KL 情報量を用いて推定した。また推定さ

れたサイトの空間的分布が機能差と関連することを見

出した（Daiyasu, Nemoto, Toh, Front. Microbiol.） 

 

岩切 淳一、亀田 倫史、浅井 潔、浜田 道昭 

“Analysis of base-pairing probabilities of RNA 
molecules involved in protein-RNA interactions”, 
BIOINFORMATICS.  2013/9/1. 
 

亀田  倫史  “Close Identity between Alternatively 
Folded State N2 of Ubiquitin and the Conformation of 
the Protein Bound to the Ubiquitin-Activating 
Enzyme”, BIOCHEMISTRY.  2014/1/1 
 
加 藤  毅 、 長 野  希 美  “Bregman Divergence 

Regularized Machine による酵素活性部位予測” ,電子

情報通信学会技術研究報告 2013/12/1 

 
長野 希美 “Prediction of detailed enzyme functions 
and identification of specificity determining residues 
by random forests.”, PLOS ONE. 2014/1/1 
 
亀田 倫史 “Molecular Dynamics Simulation of the 
Arginine-Assisted Solubilization of Caffeic Acid: 
Intervention in the Interaction”, JOURNAL OF 
PHYSICAL CHEMISTRY B 2013/5/1 
 
広川 貴次“Investigation of the Non-Covalent Binding 
Mode of Covalent Proteasome Inhibitors around the 
Transition State by Combined Use of Cyclopropylic 
Strain-Based Conformational Restriction and 
Computational Modeling”, JOURNAL OF 
MEDICINAL CHEMISTRY  2013/7/1 
 
亀田 倫史、広川 貴次 “Design and Synthesis of 
Cyclic ADP-4-Thioribose as a Stable Equivalent of 
Cyclic ADP-Ribose, a Ca2+-Mobilizing Second 
Messenger.”, ANGEWANDTE CHEMIE- 
INTERNATIONAL EDITION  2013/4/1 
 
廣瀬 修一、野口 保 “ESPRESSO: a system for 
estimating protein expression and solubility in 
protein expression systems.”, PROTEOMICS 
2013/5/1 
 
藤 博幸“Computational prediction and experimental 
characterization of a "size switch type repacking" 
during the evolution of dengue envelope protein 
domain III (ED3).”, BIOCHIMICA ET BIOPHYSICA 
ACTA-PROTEINS AND PROTEOMICS 2013/12/1 
 
藤 博幸 “Plastin3 is a novel marker for circulating 
tumor cells undergoing the epithelial-mesenchymal 
transition and is associated with colorectal cancer 
prognosis.”, CANCER RESEARCH 2013/4/1 
 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］分子モデリング、分子動力学計算、バー

チャルスクリーニング、分子設計タンパ

ク質相互作用、タンパク質ディスオーダ

ー、糖鎖、タンパク質、アラインメント、

機能部位、データベース、発現プロファ

イル 

 

［テーマ題目３］細胞情報解析（遺伝子発現情報解析 生



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(127) 

体ネットワーク情報解析） 

［研究代表者］富井 健太郎（細胞システム解析チーム） 

［研究担当者］富井 健太郎、油谷 幸代、山田 和範、

プイ シャン ウォン、藤渕 航、 

池田 和由、田中 道廣、伊東 淳一、

竹嶋 伸之輔、JeanFrancoisPessiot 
（常勤職員2名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

 有用物質生産などへの応用に向けたシステム生物学的

解析／予測法の開発と実データへの応用 

細胞機能の制御／発現機構の解明 

 

研究内容：  

 創薬、有用物質生産などへの応用に向け、遺伝子発現・

代謝・シグナル伝達などの細胞内ネットワークをシステ

ム生物学的な技術に基づいて解析する。機能未知の生体

分子を含む細胞内ネットワークを推定し、新規な診断指

標の発見、副作用予測などを支援する技術の開発を行う

とともに、開発手法を実データへ適用する。 

 

細胞システム解析チーム 

 これまでに開発した構造方程式モデリング（SEM）を

遺伝子発現プロファイルデータに適用し、細胞分化過程

などでの遺伝子発現制御機構の解明を行う。細胞の経時

的状態変化の過程で、遺伝子発現の状態遷移を引き起こ

す因子の推定手法、および推定した因子を組み込んだ因

果関係の推定手法の開発を行い、実データへ適用する。

有用物質生産などへの応用に向け、メタボライトデータ

などを利用し、有用物質の生合成に関連する経路におけ

るネットワーク解析を行い、細胞内での生成メカニズム

の解明に取り組んでいる。また、化学物質毒性の予測手

法の開発や、細胞内小器官の制御機構解明のための情報

解析にも取り組んでいる。 

 

平成25年度進捗状況は以下の通り。 

 細胞の経時的状態変化の過程で、遺伝子発現の状態遷

移を引き起こす因子の推定手法、および推定した因子を

組み込んだ因果関係の推定手法を開発し、これらの手法

をショウジョウバエの細胞分化過程に適用した。厚生労

働科研費プロジェクトによる環境化学物質毒性解析法を

東京大学および国立環境研究所と共同開発した。また、

薬物性肝障害（DILI）の予測手法の開発を行った。有用

物質の効率的生産に向けた発現データの解析や、細胞内

小器官の制御機構解明のための情報解析を行うとともに、

これらを支える基盤技術の開発を行った。 

 
油 谷  幸 代  “Comparative Analysis of Enzyme 
Activities Concerned in Decomposition of Toluene.”, 
Proceeding of World Academy of Science, Engineering 

and Technology  2014/2/1 
 

富井 健太郎“がんゲノムにおける変異の共通性と特異

性”，実験医学 2014/2/1 

 
山田 和範、富井 健太郎 “Revisiting amino acid 
substitution matrices for identifying distantly related 
proteins. ”, BIOINFORMATICS 2014/2/1 
 
富井 健太郎“大規模ヒトゲノムデータから探る自然選

択の痕跡”，実験医学 2013/7/1 

 
油谷 幸代、藤 博幸  “Network Inference of AP 
pattern formation system in D.melanogaster by 
Structural Equation Modeling”, Journal of Physics: 
Conference Series 2014/3/1 
 
油谷 幸代、藤渕 航 “Inference of Gene Regulatory 
Networks to Detect Toxicity-Specific Effects in 
Human Embryonic Stem Cells ． ”, International 
Journal On Advances in Life Sciences   2013/6/1 
 
JeanFrancoisPessiot，Wong Pui Shan，油谷 幸代., 
“The impact of collapsing data on microarray analysis 
and DILI prediction.”, Systems Biomedicine   

2013/4/1 
 

今 井  賢 一 郎 、 富 井  健 太 郎  “Tam41 is a 
CDP-diacylglycerol synthase required for cardiolipin 
biosynthesis in mitochondria”, CELL METABOLISM  

2013/4/1 
 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］データベース、データマイニング、遺 

伝子モジュール、酵素、ネットワーク、

文献情報、遺伝子発現、パスウェイ解析、

時系列解析、記号計算 

 

［テーマ題目４］情報基盤統合 

［研究代表者］浅井 潔（研究センター長） 

［研究担当者］浅井 潔、光山 統泰、 

ポール ホートン、富井 健太郎、 

富永 大介、福井 一彦、津田 宏治、

Du Verle Alexander David、野口 保 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的: 

ライフサイエンス分野の多様な大量データの解析によ

る発見（知識抽出）のためには、解析ソフトウェアとデ

ータベースとの連携が必要である。本研究センターでは、
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研究センター内、産総研内、国内、海外に存在するバイ

オインフォマティクス関連の有用データベース・解析ソ

フトウェアをシームレスに結合させた「生命情報統合シ

ステム」の開発に、センターをあげて取り組む。最新の

情報技術と大規模計算手法を駆使し、関連する情報同士

を単にリンクでつなげた情報網ではなく、利用者が求め

る情報をダイレクトに提供する、診断、創薬支援、バイ

オプロセス開発に直接応用できるシステムを目指す。本

システムに必要な新規なデータベース・ソフトフェアの

開発は各研究チームが並行して行い、順次統合する。 

上記目的を達成するため、システム研究機構ライフサ

イエンス統合データベースセンター（DBCLS）と連携

し、高度なインターネット技術を用いた解析プラットフ

ォームの基盤技術開発（ノード化）、利用環境の整備

（RDF 化）及び解析結果の統合化されたレポート表示機

能（可視化）を実施する。 

 

機械学習研究班 

 生命情報科学においては、配列、遺伝子発現、制御ネ

ットワークなど、極めて多種多様なデータの処理が求め

られており、そのようなデータの中から信頼できる知識

を取りだすことが必要である。そのような要請を受けて、

データからの論理的、確率的な推論の技術体系である機

械学習への注目はかつてないほど高まっている。また、

データの大規模化に伴って、これまでシンプルなアルゴ

リズムで対応可能だった研究課題についても、高速で複

雑なアルゴリズムが利用されるようになってきている。 

 次世代シークエンサーのデータ処理などは、その最も

明らかな例である。本研究班では、創薬を中心とする生

物学的課題に対して有効な機械学習手法を開発し、デー

タ処理の効率と正確性を飛躍的に高めるための研究を行

う。具体的には、次のような課題を扱う。1. 創薬などで

重要となる、大量データから組み合わせ要因を発見する

技術の開発。2. 大量データの処理のための、あいまい検

索技術および高速近傍発見技術の開発。3.医療などで用

いられるプライバシ保護データマイニング技術の開発。

また、他チームが扱う課題に関しても、適切なアドバイ

スを行い、共同研究を通じて貢献を行う。外部資金も積

極的に受け入れて共同研究を行い、最先端研究開発支援

プログラムなどの大型プロジェクトへの貢献も行う。 

 

平成25年度進捗は以下の通り。 

解析プラットフォームの基盤技術開発として、

KNIME のプラットフォーム上にて動作する要素ノード

28個を開発した。その内訳は外部解析ツールが18ノード、

所内独自開発の解析ツール6ノード、DB 連携ノードが4

個である。さらに、RNA 解析、タンパク質解析及び分

子シミュレーション・ワークフローを公開した。利用環

境の整備として、セマンティック技術に対応し、RDF 入

出 力 機 能 を 備 え た SADI （ Semantic Automated 

Discovery and Integration）サービスによる14個の解析

ツールを公開した。レポート表示機能（可視化）として、

KNIME の新規機能を利用し、PhylogeneticTree （DNA, 
RNA, Protein）ワークフローの解析結果を自動でワード

ファイルにレポーティングサービスを行う機能を公開し

た。 

 

機械学習研究班 

１）細胞ビッグデータから組み合わせ要因を発見、検定

する新技術 LAMP を開発し、PNAS に発表、プレ

スリリースを行った。 

２）Lifted El-Gamal 暗号に基づく準同型性符号ライブ

ラリを作成し、公開した。それを用いた化学構造秘

匿データベースのデモを CSS2013において行い、最

優秀デモンストレーション賞を受賞した。 

 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ワークフロー、統合 DB、Web サービス、

プラットフォーム 

 

津 田  宏 治 “Fast Iterative Mining Using 
Sparsity-Inducing Loss Functions.”, IEICE 
TRANSACTIONS ON INFORMATION AND 
SYSTEMS 2013/8/1 
 

津 田  宏 治 “Efficient Error tolerant Query 
Autocompletion.”, Proceedings of the VLDB 
Endowment 2013/8/1 
 

津 田  宏 治 “Machine learning with systematic 
density-functional theory calculations:Application to 
melting temperatures of single- and 
binary-component solids.”, PHYSICAL REVIEW B. 
2014/2/1 
 
津 田  宏 治 “FastWestfall-Young Permutation 
Procedure for Combinatorial Regulation Discovery”, 
IEEE International Conference on Bioinformatics and 
Biomedicine . 2013/12/1 
 
Du Verle Alexander David、津田 宏治 “Discovering 
combinatorial interactions in survival data.” 
BIOINFORMATICS 2013/9/1 
 

津田 宏治 “Distribution Loss Minimization With 
Guaranteed Error Bound”, IEEE Transactions on 
Smart Grid 2013/12/1 
津 田  宏 治 “On Statistical Significance of 
Combinatorial Regulations”, PROCEEDINGS OF 
THE NATIONAL ACADEMY OF SCIENCES OF 
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THE UNITED STATES OF AMERICA 2013/8/1 
 
野口 保、富永 大介 “MFSPSSMpred: Identifying 
short disorder-to-order binding regions in disordered 
proteins based on contextual local evolutionary 
conservation.”, BMC BIOINFORMATICS．2013/10/1 
 
［テーマ題目５］人材養成 

［研究代表者］浅井 潔（研究センター長） 

［研究担当者］浅井 潔、藤 博幸、広川 貴次、 

後藤 修、光山 統泰、富井 健太郎、 

ポール ホートン、津田 宏治、 

長野 希美、清水 佳奈、今井 賢一郎、 

マーティン フリス、亀田 倫史、 

富永 大介、油谷 幸代、杉原 稔、 

寺田 朋子、坂井 寛子、田中 良夫 

（常勤職員14名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的: 

 バイオインフォマティクスの研究拠点としてより確立

された地位を築くことと併せ、産業技術の発展、産総研

の利益につながる形での人材養成を目指している。 

 

研究手段： 

(1) HPCI 人材養成プログラム 

 「京」コンピュータを中核とする「HPCI 戦略プロ

グラム分野1 予測する生命科学・医療および創薬基盤」

における教育プログラムを（独）理化学研究所より委

託され、H23年度より5ヵ年計画で HPCI 人材養成プロ

グラムを実施する。プログラムは、初学者から中級者

を対象とした1人1台の PC を用いた実習「HPCI チュ

ートリアル」、一般向け公開講演会「HPCI ワークショ

ップ」、「HPCI e-ラーニング」、第一線の研究者による

最先端セミナー「HPCI セミナー」の4本柱で構成。と

くに HPCI セミナーは東京大学柏・本郷両キャンパス

に TV 会議システムを通じて配信し、東京大学大学院

新領域創成科学研究科情報生命科学専攻との連携によ

り「情報生命科学特別講義 IV」（2013年度冬学期）と

いう単位取得科目となった。また HPCI セミナーの一

部はビデオ撮影し、e-ラーニング教材化した。8本制作。 

 HPCI セミナー（H25年10月から毎週金曜日全12回）

参加者のべ391名（うち東大学生94名）、HPCI ワーク

ショップ（平成25年9月11日（木）、後述の BiWO2013

の一部として開催）参加者約120名、HPCI チュートリ

アル2コース11講座受講者合計282名、HPCI e-ラーニ

ング受講者合計338名であった。 

(2) 技術研修等による社会人の受け入れ 

OJT による高度専門人材養成により、異分野からの

転向者を即戦力化する。平成25年度養成実績3名。 

(3) 連携大学院 

 4つの大学（東大、お茶の水女子大、早大、奈良先端

科学技術大学院大）と連携を進めている。当センター

に所属する正職員のうち6名が連携大学院の教員を兼

務しており、連携先での出張講義や、連携先大学院生

を実習生として当センターに常駐させて修士論文や博

士論文の指導を行っている。平成25年度学生受入実績

14名。卒業生の進路は、㈱ボーダーズ、日本ヒューレ

ット・パッカード㈱など。 

(4) 生命情報科学研究セミナー 

 平成13年～17年度の「産総研 生命情報科学人材養

成コース」（文科省科振費）の枠組で行っていた毎週2

回程度の研究セミナーを年間予算で継続している。セ

ミナーの内容と発表者は研究チーム長1名と数名のセ

ミナー係の研究員が調整、弾力的に運営。所内発表に

とどまらず、内外から最先端の話題提供を受けている。

平成25年度回数実績34回（一部セミナーは、外部資金

と共催）。 

(5) 生命情報工学研究センター（CBRC）年次研究報告

シンポジウムの実施 

 当センターのバイオインフォマティクス拠点化を目

指した活動であり、研究拠点形成に必要な優秀な人材

を養成する。実習生や若手研究員の積極的な発表を促

すことで、スキルアップを目指す。学会へ参加する機

会が少ない企業研究者や学生等にもバイオインフォマ

ティクスを普及させることも目的とする。発表言語は

英語、海外の第一線の研究者による招待講演を必ず実

施し、世界レベルのディスカッションができる場とし

ている。平成17年度に CBRC2005を初開催。生命情報

工学研究センターが発足した平成19年度以降は、他の

学会等とも連携して BioInformatics Week in Odaiba
（BiWO）200X（X は年数を表す）という名称でお台

場でバイオインフォマティクス関連イベントを集中開

催、運営委員長は当センターの研究チーム長クラスの

研究員が持ち回りで務めている。外部からもポスター

発表を募集し、多数の発表者が集まっている。平成25

年度参加者約310名（開催期間3日間）。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人材養成、バイオインフォマティクス、

創薬インフォマティクス、技術指導、セ

ミナー、講習会、e-ラーニング、HPCI 
 

④【幹細胞工学研究センター】 
（Research Center for Stem Cell Engineering） 

（存続期間：2010.4.1～2015.3.31） 

 

研究センター長：浅島 誠 

副研究センター長：中西 真人、鈴木 理 

首 席 研 究 員：平林 淳 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第4、つくば中央第5 
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人 員：18名（18名） 

経 費：420,174千円（262,134千円） 

 

概 要： 

 本研究センターでは、臓器や器官を形作るための基

盤となる幹細胞に注目し、幹細胞の高効率な樹立、性

質の的確な評価、選択的な分化制御についての技術開

発に加えて、幹細胞を用いた医薬品開発のスクリーニ

ング系や再生医療への応用を目指した研究を進めてい

る。幹細胞を効果的に利用するための情報基盤として、

モデル生物を利用して細胞分化や臓器・器官形成を制

御するメカニズムの探索（臓器ロードマップ作成）を

行い再生医療や創薬への応用展開を図る取り組みを行

っている。更に、得られた知見を元に、癌や生活習慣

病などの新しい予防法への応用も検討している。具体

的には、以下の4つの大きなテーマを中心とし、さらに

その周辺技術開発を行うことにより、将来の創薬や再

生医療に貢献しうる研究を行う。 

① マイクロアレイ解析などを行うことにより、マウ

ス、あるいはツメガエルの未分化細胞を用いて心臓、

膵臓、神経器官などの誘導・分化に関与する遺伝子・

因子を同定する。個々の遺伝子の機能解析を行うと

ともに得られた情報を集積することにより、各器官

の分化ロードマップを作成する。また、疾患臓器の

プロファイルと比較することで臓器別疾患発病因子

を検索し、疾患の早期発見、予防方法を考案する。

また、疾患モデルマウスを利用して試験管内で形成

した臓器の移植などを行い、治療の応用へと発展さ

せる。さらに、微小重力条件下での臓器培養法の確

立も試みている。 

② ①で得られた研究結果を具体的に医療応用に結び

つけるためには、患者本人の幹細胞を臓器再生に用

いることが求められる。そこで、成体の体細胞から

幹細胞を効率的に樹立または単離する研究や、幹細

胞の未分化性維持の分子機構に関する解析研究、ま

た幹細胞から目的の細胞への分化誘導技術の構築を

行う。具体的には、ゲノムに組み込まれない安全な

「持続発現型 RNA ベクター」を開発し、これを用

いてより安全で高効率な幹細胞樹立方法の技術開発

を行う。また、プロテオミクス解析やマイクロアレ

イ解析、エピゲノム解析、糖鎖解析等によって未分

化状態特異的に発現するマーカーの探索を行う。そ

れと共に幹細胞を未分化に保つ候補因子を探索し、

これを基に幹細胞の未分化性維持機構の解明を図る。

さらに、分化能の高い幹細胞を選別するのに有効な

細胞表面マーカーの検索を行い、良質の幹細胞の調

製を容易にし、再生医療への利用を目指す。 
③ 再生医療実用化の鍵として ES 細胞に代わり期待

されているヒト iPS 細胞であるが、iPS 細胞の性質

は多様で、どのような iPS 細胞が実用可能な幹細胞

なのか不明である。創薬応用や臨床試験に耐えうる

iPS 細胞とはどういう幹細胞かを明確に規定し、幹

細胞の評価法を確立して iPS 細胞を標準化すること

を目指す。また ES/iPS 細胞とは異なり多分化能は

有しないものの、生体中に存在し、より安全で既に

一部で臨床応用が始まっている間葉系幹細胞などの

体性幹細胞も、その性質は十分には解析されていな

い。ヒト体性幹細胞についてもその的確な評価方法

を開発することを目指す。本研究の一部は NEDO
受託研究として行う。 

 上記②や③で幹細胞の的確な評価選別技術が開発さ

れた後にそれを創薬に応用するためには、幹細胞に適

した効率的なリード化合物のスクリーニング系が必要

となる。そこで、流動状態、物質移動や温度制御を厳

密にコントロールするシステムを構築し、マイクロプ

ロセスで培養環境を精密に制御できる細胞チップの開

発とその周辺技術の整備、さまた光による細胞マニピ

ュレーション技術幹細胞を利用した創薬基盤技術を開

発に貢献する。また再生医療への利用に向け、複数の

分化誘導細胞を組織化し機能化するための3次元組織

構築技術開発や機能制御系としての電子デバイスとの

融合技術開発を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：   

経済産業省 iPS 細胞等自動培養装置開発加速事業「膵

島分化系への適用に向けたニプロ社製自動培養装置によ

る iPS 細胞の培養評価」 

 

文部科学省 地域産学官連携科学技術振興事業費補助金

「ステルス型 RNA ベクターを使った再生医療用ヒト細

胞創製技術」 

 

国立大学法人京都大学 受託研究費「最先端研究開発支

援プログラム/iPS 細胞技術の評価・検証会」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 受託研究費 「無細

胞タンパク質合成を実現するマイクロゲル粒子分散型反

応システムの開発」 

 

宇宙開発事業団「きぼう」利用重点課題（分担者） 
「マウスを用いた宇宙環境応答の網羅的評価」 
 

独立行政法人 医薬基盤研究所受託研究費「持続発現型

RNA 
ベクターやトランスジェニック植物を利用した革新的バ

イオ医薬品製造技術の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究 研究

領域提案型）「三次元組織光造形法の開発」 
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文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究 研究

領域提案型）「海馬グリア細胞の環境応答機構の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤 B）「特異的前駆細

胞移植による肺再生法の構築」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤 B）「光酸発生培養

基材への精密光照射による接着細胞の物理プロセシング」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤 B）「糖尿病による

神経幹細胞の機能低下メカニズムの解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤 C）「膜タンパク質

の再構成マトリックス材料となる含フッ素擬環状型人工

脂質の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤 C）「Nanog 遺伝

子を持たないツメガエル細胞におけるリプログラミング

の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽）「人為的リ

プログラミング法を用いた間葉系幹細胞制御機構の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手 A）「幹細胞糖鎖の

機能解析と再生医療に貢献する新規糖鎖工学技術の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手 B）「持続発現型

RNA ベクターによる再生医療のための細胞改変技術の

開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（特別研究員奨励）「癌幹

細胞分化制御薬による膵臓癌根絶法の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（研究活動スタート支援）

「神経インターフェース技術に基づいたインスリン分泌

制御手法の開発とデバイス化」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（科研費 分担者）「HDL
型脂質膜ディスクによる膜タンパク質配向制御技術の開

発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（科研費 分担者）「がん

間質消滅治療：自殺遺伝子を導入した骨髄間葉系幹細胞

によるがん間質の入れ換え」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（科研費 分担者）「構造

生物学的解析によるR型レクチンのシアル酸含有糖鎖結

合能獲得メカニズムの解明」 

 

財団助成金「糖尿病下での幹細胞およびニッチ細胞の制

御機構の解析」 
 

財団助成金「ヒト脂肪細胞における新規 antisence 
ncRNA の機能解析」 

 

財団助成金「脂肪細胞特異的な新規アンチセンスノンコ

ーディング RNA による脂質代謝と脂肪分化の研究」 

 

財団助成金「心臓形成遺伝子の網羅的スクリーニング及

び人工心筋評価アレイの開発」 

 

財団助成金「幹細胞の分化誘導条件の網羅的スクリーニ

ングに向けた微小培養環境探索チップの開発」 

 

財団助成金「霊長類由来の神経幹細胞を用いたインスリ

ン産生の制御機構解析」 

 
財団助成金「インスリン発現制御と幹細胞活性化メカニ

ズムの解析」 

 

発 表：誌上発表56件、口頭発表84件、その他7件 

--------------------------------------------------------------------------- 
幹細胞制御研究チーム 

（Stem Cell Differentiation Research Team） 
研究チーム長：栗崎 晃 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 近年 iPS 細胞作成技術が発明され、患者自身の細胞

を用いた再生医療の実用化が大きく期待されているが、

現実には作成された iPS細胞の分化能などの性質はか

なり不均一であり、また目的細胞へと分化させた後に

成体に移植しても予期せずガン化するという問題も充

分な解決策が得られていない。そこで幹細胞制御研究

チームでは、効率的な幹細胞分化促進技術を開発する

とともに、細胞表面マーカー等を利用した幹細胞操作

技術を開発することにより、実用可能な分化細胞を作

成する基盤技術の開発を目的として研究を行っている。

また、心筋特異的に分化しやすい間葉系幹細胞を選別

するための細胞表面マーカーを利用して、生体組織か

ら心疾患に治療効果の高い幹細胞を選別する技術の開

発も進めている。 

 さらに、後述の器官発生研究チームが進めている臓

器形成ロードマップ因子をマウスやヒト幹細胞で活用

することにより、幹細胞の効率的な分化制御技術開発

を進めるとともに、その制御機構の解明も進める。ま

た、産総研のもつバイオリソースを活用して幹細胞を

分化制御する新たな基盤技術の開拓を進める。さらに、

成体に極わずかに存在する幹細胞を活性化させる手法

についても検討し、新たな再生医療技術の開発も進め

る。これらの幹細胞分化制御技術や選別技術を開発す
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ることにより、毒性試験等の創薬に利用できるヒト分

化細胞や実用的な再生医療に必要な細胞分化制御を可

能にする基盤技術を開発する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

器官発生研究チーム 

（Organ Development Research Team） 
研究チーム長：伊藤 弓弦 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 ヒト ES/iPS 細胞や体性幹細胞は再生医療材料とし

て注目を集めている。しかしながら、由来組織の違い、

用いる樹立方法によっても得られる ES/iPS 細胞の性

質が異なることが指摘されており、ES/iPS 細胞の規格

が明確に示されていない。そこで我々は、ヒト ES/iPS
細胞を適切に産業応用へと導くために、まず多くの細

胞株の性状に関連する基礎データを網羅的に収集し、

良質なES/iPS細胞の「品質管理方法」「拡大培養方法」

確立を目指す。また、間葉系幹細胞などを含む体性幹

細胞は、継代を経てその増殖能、分化能が失われてい

くことが、問題点とされている。そこで我々は、ヒト

体性幹細胞の増殖能、分化能等を担保するマーカー探

索を行い、細胞治療時における治療効果の高い間葉系

幹細胞供給の支援を目指す。 

一方、再生医療を現実のものとするためには、必要

とする細胞を「正確に」「大量に」作り出すことが必要

とされる。そのためには、発生期に種々の臓器が形作

られた仕組みを知り、その方法を応用することが重要

と考えられる。そこで、ヒトと同様に臓器形成するア

フリカツメガエルを実験動物として、様々な臓器を誘

導し、その系を用いて、各種臓器が形成する際に必要

な遺伝子を網羅的にスクリーニングする。こうして得

られた知見から、ヒトと共通の臓器作りのレシピであ

る「臓器形成ロードマップ」を作成する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

５ 

 

バイオセラピューティック研究チーム 
（Biotherapeutic Research Team） 
研究チーム長：中西 真人 

（つくば中央第4） 
概 要： 

 再生医療・遺伝子治療・難治性疾患治療用のバイオ

医薬品の開発など、先端医療の分野では遺伝子を動物

細胞（ヒト細胞を含む）に導入して発現させる技術が

欠かせない。その中でも、外来遺伝子を長期にわたっ

て持続的に発現させる技術は重要な鍵となっている。

これまで、動物細胞で外来遺伝子を持続的に発現させ

るためには、レトロウイルスベクターなどの挿入型ウ

イルスベクターや物理的遺伝子導入を使って、染色体

に外来遺伝子を組み込んで安定化する必要があった。

しかし染色体への外来遺伝子の挿入は、染色体上の遺

伝子の破壊や挿入された遺伝子が再活性化により細胞

のガン化を招くことが知られている。またバイオ医薬

品の生産に当たっては、導入した遺伝子の発現量を最

大にするために、いったん染色体に挿入した遺伝子の

コピー数を増幅するという労力のかかる方法を取らざ

るを得なかった。 

 我々が開発したオリジナル技術「持続発現型 RNA
ベクター」は、染色体には挿入されない RNA 分子を

転写の鋳型として、細胞質で長期間（180日以上）にわ

たって外来遺伝子の発現を持続できる、従来の常識を

覆した世界で唯一の遺伝子導入・発現系である。この

遺伝子発現系は、細胞に対する障害性を持たない特殊

なセンダイウイルス変異株 Cl.151株をベースに、大き

なゲノムの改変を行って開発されたもので、ウイルス

感染初期のサイトカイン誘導を回避して長期持続性を

実現しているのが大きな特徴である。以下の研究課題

では、この技術の特徴を活かして、先端医療の実用化

に貢献できる新しい技術の開発を目指した。 
研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７ 

 

医薬品アッセイデバイスチーム 
（Drug Assay Device Team） 
研究チーム長：金森 敏幸 

（つくば中央第5） 

概 要： 
 医薬品開発に要する費用の高騰が問題視されて久し

い。この問題を解決するために、リード化合物のスク

リーニングの効率化、迅速化が極めて重要である。既

にこの目的でヒト細胞を用いたスクリーニングが行わ

れているものの、動物実験や臨床治験といった川下に

おける評価結果と必ずしも対応せず、信頼性に欠けて

いるのが現状である。その原因としては、スクリーニ

ングに用いる細胞の標準化がなされていないことと、

用いられている細胞が体内における機能を発現してい

ないことによると考えられる。 
 そこで我々は、ES 細胞や iPS 細胞から誘導される

標準化細胞により、リード化合物のスクリーニングを

効率的に行う技術を開発している。培養細胞の機能を

体内に近づけるためには、培養環境を精密に制御し、

より体内環境に近づけることが重要である。そこで、

流動状態、物質移動および温度制御をマイクロメート

ルレベルで制御が容易なマイクロプロセスにおいて細

胞を取り扱うことが可能な、細胞チップの開発に注力

している。マイクロプロセスはチップ上に様々な機能

を集積することができるため、医薬品探索において必

要不可欠であるハイスループット化が容易であること

も利点ある。 
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研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目9、テーマ題目10、

テーマ題目11 

 

糖鎖レクチン工学研究チーム 

（Glycan Lectin Engineering Team） 

研究チーム長：平林 淳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 平成24年の組織改編により、当チームの前身である

糖鎖医工学研究センター・レクチン応用開発チームの

一部は幹細胞工学研究センターに配属となり、新たに

幹細胞評価システムの一環として糖鎖プロファイリン

グ技術の開発を担当する。すでに、器官発生研究チー

ム等と各種共同研究（企業、NEDO 等）を協力推進し、

目に見える成果を発表している。当チームは世界でも

ユニークな、レクチンを基本軸に据えた研究を展開し

ており、フロンタル・アフィニティクロマトグラフィ

ー、レクチンマイクロアレイ、糖鎖複合体アレイ、タ

ンパク質進化工学などの独自の先端技術を有する。こ

れら優位技術のさらなる実用化、応用探索を推進して

いく一方、最先端の糖鎖プロファイリング技術にさら

に磨きをかけ、広くライフサイエンス領域への浸透を

図るため、レクチンライブラリーの開発と強化、レク

チン工学を駆使したレクチン開発を併せて推進する。

レクチンのリコンビナント化は共同研究関試薬メーカ

ーを通し順次上市していく 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

12 

 

間葉系幹細胞ダイナミクス研究チーム 

（Mesenchymal Stem Cell Dynamics Research Team） 

研究グループ長：木田 泰之 

（つくば中央第4） 

概 要： 
 幹細胞を用いた迅速な再生医療応用および創薬支援

のための技術体系構築を目指す。その中で、体内から

大量に採取可能な間葉系幹細胞の活用においての基盤

研究開発を行い、失われた身体機能の回復において、

高次脳領域、代謝疾患や癌における先端的細胞治療と

して広く貢献する技術を開発することにより、本格研

究への橋渡しを行う。 

 人工多能性幹細胞（iPS 細胞）の誘導技術開発は再

生医療としての多大な可能性を広げるのみならず、化

合物による細胞制御と遺伝子操作による最先端の細胞

工学技術開発を導いた。本チームではヒト脂肪由来間

葉系幹細胞（MSC）を iPS 細胞誘導の材料とする技術

を開発し（PNAS.2010, Nat.Proc.2011）、概念的研究

ポテンシャルとアウトカムの基盤技術として MSC か

らの iPS細胞誘導技術を起点する研究を計画している。

そのマイルストーンの中で、次世代シーケンサーをフ

ル活用して得られる MSC の完全遺伝情報の整備、そ

の情報を活用した幹細胞操作技術の開発、さらには複

数誘導細胞を組織化・機能化するための3次元組織構築

技術及び電子デバイスとの融合技術開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目13 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］臓器ロードマップを構成する新規分子

の探索と機能解析 

［研究代表者］伊藤 弓弦 

［研究担当者］伊藤 弓弦、栗崎 晃、小沼 泰子、 

原本 悦和、中島 由郎、小川 朝子、

大嶋 友美（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 「アフリカツメガエル、ネッタイツメガエル及びマウ

スの未分化細胞を用いた各種臓器誘導系」と「マイクロ

アレイや遺伝子導入／欠損の技術」を組み合わせること

により、心臓・血球・血管・膵臓・腎臓・神経など様々

な臓器・器官への分化に関わる遺伝子を網羅的に同定・

検証することで、臓器形成ロードマップ、すなわち、未

分化細胞からどの時期にどの遺伝子が発現することによ

って臓器の分化が達成されるか、その道筋が記述された

ロードマップを構築する。本ロードマップの情報は、将

来の再生医療への利用を見越した、「ヒト幹細胞からの各

種臓器細胞形成法確立」に活用し、効果的な研究推進に

貢献する。 

 また、作成されたロードマップ上の遺伝子が特定臓器

疾患と関連するかどうかについてバイオインフォマティ

クスの手法を用い、ロードマップ上のどのような遺伝子

が臓器特異的疾患マーカーとして利用可能かを探索する。

平成23年度は、特に興味深い知見が数多く明らかになっ

てきた心血管形成系及び血球形成系に関する解析を深め、

可能な限り臓器発生のロードマップの構築を進める。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］初期発生、器官形成、再生医療 

 

［テーマ題目２］未分化細胞の維持と分化のメカニズム

解明 

［研究代表者］栗崎 晃 

［研究担当者］栗崎 晃、高田 仁実、石嶺 久子、 

渡邊 加奈子、中島 由郎、王  瑩瑩 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 臓器ロードマップ作成の次の展開には、臓器再生が挙

げられる。その際問題となるのは、実際に医療に応用可

能な幹細胞の調製である。2007年ヒト iPS 細胞の樹立が

報告されたが、実際の実用化にはまだいくつもの解決す

べき問題が残されている。安全性の観点から考えると、

組織性幹細胞を効率的に調製し必要な組織に分化させて

医療に用いる方が安全面からは現実的であるとの見方も

あるが、いずれの場合でも幹細胞の未分化性制御技術や
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効率のよい幹細胞・前駆細胞・分化細胞の調製技術が非

常に重要となる。特に組織からの幹細胞の調製や iPS 化

された細胞の選別には、幹細胞のよいマーカーの同定が

必要である。本研究課題では、幹細胞や前駆細胞特異的

に発現するマーカー検索と、幹細胞の未分化性を制御す

る新規遺伝子の探索、機能解析、さらには分化方法の開

発を進める。具体的には、ES 細胞のプロテオミクス解

析により同定した幹細胞特異的に発現する新規制御因子

について、安定発現 ES 細胞株を樹立し、その幹細胞制

御活性を詳細に解析して作用機序を明らかにする。また、

細胞表面膜タンパク質を特異的に精製し濃縮した膜タン

パク質についてプロテオミクス解析やマイクロアレイ解

析を行い、未分化制御活性をもつ細胞膜タンパク質候補

因子や新たな幹細胞・前駆細胞表面マーカーを同定して

いく。 

 これまでの解析から、プロテオミクス解析により同定

した幹細胞特異的に発現するクロマチン制御因子 TIF1
βについて、幹細胞の未分化状態維持促進活性があるこ

とを見出した。また、TIF1βは C 末セリンのリン酸化型

は主に活性化クロマチンに局在し、多くの未分化マーカ

ーの発現を誘導することで未分化状態の維持に必須であ

ることを明らかにしている（Seki, Kurisaki ら PNAS 
2010）。iPS 化を促進する活性を持ち、神経分化を抑制す

る活性を有することを見出しており、現在その作用機構

について解析を行っている。また、未分化 ES 細胞のミ

トコンドリアで高発現する PHB2は ES 細胞の増殖を制

御しており、過剰発現すると内胚葉と神経などの外肺葉

への分化を抑制することを見出した（PLOS ONE in 
press）。細胞表面膜タンパク質についても、効率的に定

量比較できるデファレンシャルプロテオミクス解析法を

確立して、数十個の新規幹細胞表面タンパク質を同定し、

主なものについてウエスタンブロッティングや免疫蛍光

染色により検証を行い Proteomics 誌で報告した。これ

らはヒト（患者）の体細胞から幹細胞を樹立するときの

重要な表面マーカー候補となるだけでなく、分化誘導後

の未分化な幹細胞の混入による癌化を防止するための表

面マーカーの重要な候補となりうる因子群といえる。現

在、これらの細胞表面マーカーの中から癌化の問題を解

決しうる有用な細胞表面マーカーを検証中である。 

さらに前駆細胞の表面マーカーも分化過程で適宜目的

細胞への分化を評価・選別する上で重要と考えられる。

我々は胃の前駆細胞に相当するマウス胎児の胃の形成期

の組織を取出してマイクロアレイ解析し、胃の前駆細胞

特異的に発現する表面マーカーを見出した（野口ら

Gene Expression Patterns 2012）。さらに我々は、肺の

様々な構成細胞を分化させるための条件を検討するため、

各種増殖因子の効果を検討し、特に BMP シグナルが初

期分化制御に重要であることを明らかにした（二宮ら In 
vitro cell differentiation Animal 2013）。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］幹細胞、器官形成、再生医療 

 

［テーマ題目３］間葉系幹細胞から心筋組織誘導するた

めのマーカー分子の探索 

［研究代表者］栗崎 晃 

［研究担当者］栗崎 晃、高田 仁実、石嶺 久子、 

山川 哲生（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒト組織には、骨髄由来の造血幹細胞や間葉系幹細胞、

脂肪組織由来の幹細胞など、様々な組織に組織幹細胞が

存在する。しかしながら、これら組織から取り出した幹

細胞を含む集団は種々雑多な細胞が混在する不均一な細

胞集団であり、幹細胞を用いた再生医療を効果的かつ安

全に遂行するためには、細胞品質を検証する重要性が指

摘されている。現在間葉系幹細胞として用いられている

接着性の細胞集団の中には、分化能が異なる様々な幹細

胞・前駆細胞が含まれると考えられており、個々の治療

に適した細胞種の選択を可能とする評価技術が望まれて

いる。このような幹細胞集団の細胞品質を検証するひと

つの方法として細胞表面マーカーの使用が考えられてい

る。目的組織への分化能が高い幹細胞を特定できる細胞

表面マーカーがあれば、それを利用して様々なロットの

間葉系幹細胞の細胞品質を評価することができる。例え

ば、心再生に適した間葉系幹細胞、肝細胞分化能の高い

間葉系幹細胞、膵β細胞への分化能が高い間葉系幹細胞

など、移植部位に適した均一な間葉系幹細胞集団かどう

かを適切に評価することができれば、幹細胞治療効果を

最大限に引き出し、安定した治療結果へと結びつけるこ

とが可能になる。 

 そこで、心再生に関連する幹細胞や前駆細胞を規定で

きる細胞表面マーカーを利用してヒト間葉系幹細胞の分

化能を評価する方法の有効性を検証する。最近、我々は

ES 細胞を用いた心筋分化法を開発し、その分化過程で

細胞表面マーカーを利用して心筋特異的に分化する幹細

胞や前駆細胞を選別する方法を見出した。これらのマー

カータンパク質を間葉系幹細胞に応用し、心再生に適し

た評価技術の開発を検討した。ところ、発生期の心臓で

発現する表面マーカー群に注目して、間葉系幹細胞にお

ける発現量とその心筋分化能との相関を検討した結果、

ヒト間葉系幹細胞の心筋分化能を予言的に評価しうる新

たな細胞表面マーカーN-cadherin を見出した。さらに、

この表面マーカー抗体でヒト間葉系幹細胞を濃縮するこ

とで心筋分化能力の高いヒト間葉系幹細胞集団を得るこ

とに成功した（Ishimine ら BBRC 2013)。しかし間葉系

幹細胞から心筋を効率的に分化させる方法はまだ未開発

であり、今後も分化技術の開発を進めていく必要がある。

本研究成果については現在論文投稿中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］幹細胞、再生医療 
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［テーマ題目４］ヒト幹細胞の標準化 

［研究代表者］伊藤 弓弦 

［研究担当者］伊藤 弓弦、栗崎 晃、平林 淳、 

舘野 浩章、小沼 泰子、相木 泰彦、

樋口 久美子、清水 真都香、 

鈴木 加代、比江森 恵子 

（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 ES/iPS 細胞の産業応用を実現していく上では、

ES/iPS 細胞の未分化状態を統一的に評価・判別するため

の「評価指標」及び「その簡便な判別方法の確立」の作

成が必要とされている。ES/iPS 細胞は株や培養方法に依

存してその未分化状態や分化指向性に差が生じることが

知られているため、数多くの ES/iPS 細胞株に関するエ

ピゲノム、トランスクリプトーム、グライコーム等を明

らかにし、各ファクターの情報統合することにより、

ES/iPS 細胞の品質管理をするための「マーカー開発」及

び「品質管理システム確立」を目指している。また、

ES/iPS 細胞よりも安全性の面から臨床応用が近い、間葉

系幹細胞の品質管理マーカー及びそれらを搭載した品質

カタログの作成も、同様のストラテジーで進めている。

これらは、今後 ES/iPS 細胞等幹細胞の応用技術を開発

する上で必須となる「幹細胞の標準化」に直結する極め

て重要なアプローチである。 

 また、上述の成果を基盤に、ヒト幹細胞の安定大量供

給を目指して、自動培養装置の開発／検証も進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］幹細胞、再生医療 

 

［テーマ題目５］成体の組織幹細胞の制御機構の解析と

自己組織幹細胞を用いた再生医療法の開

発 

［研究代表者］桑原 知子（幹細胞工学研究センター） 

［研究担当者］桑原 知子、伊藤 弓弦、小沼 泰子、

若林 玲実（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 成体の脳内には日々分裂し、神経新生を起こしている

神経幹細胞が存在する。近年の研究から、「成体期」の神

経新生は、発生段階の「胎生期」とは全く違った制御機

構であることが徐々に明らかになってきた。成体の海馬

で生じる神経新生現象は、記憶や学習機能、またうつ病、

認知症やアルツハイマー等の神経疾患とも密接な関係が

ある。 

 うつ病など個人の状態（慢性性ストレスや経験、環境

による変化）で罹患および病態が左右するような脳神経

疾患と、成体の神経新生の分子メカニズムの相関を調べ

るため、健常体コントロールグループのラットと、鬱病

モデルグループのラットを作成した。それぞれの海馬か

ら成体神経幹細胞を樹立し、培養システムを構築した。

まず in vitro でうつ病および神経疾患関連遺伝子の発現

プロファイルを詳細に調べ、候補遺伝子の制御機構への

関与解明に解析を進めた。さらに、病態を左右しうる候

補遺伝子の発現量の増減が、転写レベルで左右されてい

るのか、エピジェネティックに制御されているのかを調

べるため、ゲノム上の制御配列（プロモーター領域）の

クロマチン免疫沈降やメチル化状態の比較を検討した。 

 その結果、うつ病ラットと正常体ラット間の比較発現

解析により、ラットの脳海馬の Dentate Gyrus 領域から

樹立したプライマリー・アストロサイト細胞培養系にお

いて、神経新生を誘導する細胞外因子 Wnt3の顕著な発

現変動を確認した。疾患による Wnt3因子の発現減少に

伴って変動するシグナル下流因子を絞り込み、候補遺伝

子のシグナル応答について、ノックダウンおよび過剰発

現系を構築し、培養細胞系だけでなく in vivo での効果

に付いても評価を行い、成体の神経新生に与える影響を

評価した。 

 そのほか、糖尿病の早期治療や診断、再生医療に有用

な組織幹細胞の培養方法について研究を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経疾患、うつ病、幹細胞、糖尿病、再

生医療 

 

［テーマ題目６］安全性の高いヒト人工多能性幹細胞

（iPS 細胞）樹立法の開発 

［研究代表者］中西 真人 

［研究担当者］中西 真人、佐野 将之、大高 真奈美、

高安 聡子、飯島 実 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 iPS 細胞は、数個の初期化遺伝子を異所的に発現させ

ることにより、皮膚の線維芽細胞など初期化して作製し

た胚性幹細胞（ES 細胞）と同等の機能を持つ細胞であ

る。しかし、従来の iPS 細胞は、染色体上に初期化遺伝

子が残っているため安全性の懸念があった。本研究では、

4個のヒト遺伝子（Oct4、Sox2、Klf4、c-Myc）を搭載

した持続発現型 RNA ベクターSeVdp-iPS を使ったヒト

の組織細胞の初期化、特に末梢血由来細胞の初期化につ

いて解析した。 

 本年度は、ヒト末梢血に含まれる白血球の一種、単球

を素材として作製したヒト iPS 細胞の性質を検討した。

単球は、リンパ球と違って抗体遺伝子や T 細胞レセプタ

ー遺伝子の再構成が起こっていないため、線維芽細胞と

同様に受精卵と同じゲノムを持つ。そのため、造血幹細

胞に分化できる可能性がある他、リンパ球由来 iPS 細胞

よりも安全性が高いと考えられる。ES 細胞特異的なマ

ーカーとして知られているNanogやTRA-1-60抗原を強

く発現している単球由来のヒト iPS 細胞の分化能をテラ

トーマ解析で調べたところ、内胚葉（消化管）・外胚葉（神

経）・中胚葉（軟骨）への分化が確認できた。 

 末梢血からの iPS 細胞の樹立は、組織を提供する患者
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の負担を軽減する非常に重要な進歩であり、現在、さら

に多くの外来遺伝子を搭載し単球の初期化効率を大幅に

改善できる SeVdp-iPS ベクターの開発を進めている。以

上の成果は、安全性の高いヒト iPS 細胞の作製に向けた

大きな一歩であり、今後は作製した iPS 細胞のさらに詳

細な解析を通じて、ヒト iPS 細胞技術の標準化に貢献す

ることを目指している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］iPS 細胞、再生医療、ウイルスベクター 

 

［テーマ題目７］革新的バイオ医薬品製造技術の開発 

［研究代表者］中西 真人 

［研究担当者］中西 真人、佐野 将之、福村 美帆子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオ医薬品の多くは動物細胞で産生されるが、高い

遺伝子発現を得るために染色体に組み込まれた遺伝子の

コピー数を増幅する段階が非常に時間と労力を要するこ

と、抗体のように複数のサブユニットからなるタンパク

質は、それらを同時に増幅することが困難であること等

が問題点としてあげられている。さらに遺伝子増幅が可

能な細胞はハムスターCHO 由来細胞にほぼ限られてい

る。 

 産総研が開発したオリジナル技術「欠損・持続発現型

センダイウイルスベクター（SeVdp）」は、遺伝子増幅す

ることなく最初から非常に高い遺伝子発現が持続するこ

と、幅広い動物種由来の細胞で同等の遺伝子発現が可能

であることなど、多くの利点を有している。 

 本年度は、昨年度に達成した抗体の H 鎖と L 鎖を同時

に搭載した SeVdp を改良し遺伝子発現を強化すること

を検討した。まず、培地中のヒト IgG の量を正確に測定

する系を、dot blotting 法を使うことにより完成した。

次に、SeVdp-IgG ベクターの遺伝子発現を上昇させるた

めに、RNA polymerase の発現強化に取り組み、BHK
細胞と無血清培地との組み合わせで常時5pg/cell/day の

発現を達成した。以上の結果は、従来のように外部から

導入した遺伝子を増幅することなく高発現することで、

抗体医薬品の簡単な多品種中量生産に道を開いたものと

評価できる。 

 今後、発現量を厳密に定量して、それを指標にさらに

遺伝子発現効率を上昇させる工夫を行っていく予定であ

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオ医薬品、ウイルスベクター 

 
［テーマ題目８］マイクロプロセスおよび機能性材料を

利用した細胞機能誘導技術の開発 

［研究代表者］金森 敏幸 

（医薬品アッセイデバイスチーム） 

［研究担当者］金森 敏幸、須丸 公雄、馬場 照彦、

高木 俊之、杉浦 慎治、佐藤 琢、 

柳川 史樹、田村 磨聖、森下 加奈 

（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 上市された医薬品の1製品当たりの開発費は1,000億円

に達するという報告もあり、開発費の高騰が新薬開発の

阻害要因となっていると指摘されている。新薬開発の費

用削減のためには、いわゆるリード化合物（医薬品候補

化合物）の効果的なスクリーニングが極めて需要である。

この目的で、動物細胞を用いたアッセイ（細胞アッセイ）

が既に用いられているものの、動物実験や臨床治験との

相関が必ずしも十分ではない点が問題視されている。 

 我々はこの問題を解決する鍵として、細胞培養環境の

精密制御に着目している。細胞の大きさがたかだか数十

µm であることを勘案すると、複数種の細胞を目的とす

る空間配置で培養し、細胞周囲の濃度分布や剪断応力を

精密に制御しながら培養するためには、マイクロプロセ

スが適している。 
 本研究テーマでは、細胞の培養からアッセイまでの一

連のプロセスを一つのマイクロチップ上に集約したマイ

クロ組織チップの開発を目指している。 
 昨年度まで第一三共(株)との共同研究によって開発を

進めてきたずり応力付加型灌流培養チップについては、

操作性を著しく向上したタイプに設計を変更し、また自

動制御装置も同時に開発し、現在同社において数百個単

位の試用を開始したところである。 

 光応答性細胞培養基材については、新たな材料を数種

開発し、その物理化学的な性質を明らかにして、国際学

会を含むいくつかの国内学会において発表し、大きな反

響を生んだ。現在はこの材料を用いた基材において細胞

を培養し、光照射による変化を観察中である。 
 光分解性ゲルによる3次元培養技術は、がん細胞を培養

しつつ、その形態によって特定の細胞を培養系から取り

出すことに成功し、エンジニアリングシステム(株)、筑

波大学医学部消化器内科、名古屋大学大学院創薬科学研

究科と共同研究を行い、革新的がん細胞診断システムの

α機の試作に取り組んでいる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞アッセイ、ハイスループットアッセ 

イ、マイクロプロセス 

 

［テーマ題目９］膜タンパク質の再構成マトリックス材

料となる含フッ素擬環状型人工脂質の開

発 

［研究代表者］高木 俊之 

（医薬品アッセイデバイスチーム） 

［研究担当者］高木 俊之、金森 敏幸 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 脂質膜および膜タンパク質から成る脂質－膜タンパク
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質ハイブリッドセンサは、医薬品開発のスクリーニング

ツールとして注目されている。本研究は、安定人工脂質

膜の設計・機能評価、膜タンパク質再構成基材の設計・

機能評価、人工脂質・膜タンパク質複合化、複合体の機

能性基板への固定化・機能評価により、安定な脂質－膜

タンパク質複合体を利用したバイオセンサの開発研究を

行うことを目的としている。 

本年度は、人工脂質として部分フッ素化二鎖型リン脂

質および擬環状人工脂質の合成経路の検討（高純度・高

収量で多種多様な脂質群の合成可能な経路探索）を行っ

た。ジパルミトイルホスファチジルコリン（DPPC）由

来の部分フッ素化二鎖型リン脂質（部分フッ素化DPPC）

およびジミリストイルホスファチジルコリン（DMPC）

の二量化体である擬環状型人工脂質（PC-DMPC）の合

成に成功した。 

 また種々の物性測定から、ペルフルオロアルキル基の

導入により気水界面における単分子膜安定性が向上する

こと、ゲル－液晶相転移温度が低下すること、膜表層付

近の流動性が高いこと、などの知見を得た。さらに

PC-DMPC への膜タンパク質バクテリオロドプシン（bR）

の再構成条件の検討を行い、bR の再構成膜の作製に成

功（可視吸収スペクトルおよび円二色性スペクトルによ

り確認）した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］フッ素、擬環状型人工脂質、膜タンパク

質、再構成 

 

［テーマ題目10］三次元組織光造形法の開発 

［研究代表者］杉浦 慎治（幹細胞工学研究センター） 

［研究担当者］杉浦 慎治、柳川 史樹、高木 俊之、

須丸 公雄、金森 敏幸 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、複雑な微細構造を有する三次元細胞シス

テムを構築する新手法として、フォトリソグラフィーの

要領で三次元組織を加工する「三次元組織光造形法」の

開発を目指している。この方法では、光分解性ゲルに細

胞を内包化し、微細パターン光を照射して照射領域のゲ

ルを分解し、照射光のパターンを反映した微細構造を有

する三次元組織を加工する。当該年度は光分解性ゲルに

細胞を内包して作製した三次元組織体をマイクロ流体デ

バイスに組み込むことにより、作製した三次元組織の灌

流培養を行う手法を確立した。モデルケースとしてゼラ

チンと光開裂性架橋剤 NHS-PC-4armPEG を混合して

作製した光分解性ゲルにヒト肝癌由来の HepG2細胞を

内包し、マイクロパターン光照射により、所定の三次元

構造を有する組織体を得た。マイクロ流体デバイスはポ

リジメチルシロキサンを用いてソフトリソグラフィー法

により作製した。開閉型のマイクロチャンバーを有する

マイクロ流体デバイスを採用することで、三次元組織体

の構造を破壊することなく、培養チャンバーに作製した

三次元組織体を組み込むことができ、三次元組織体に培

養液を流しながら培養できることを確認した。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高分子ゲル、組織工学、三次元構造 

 

［テーマ題目11］ウルトラスループットな PCR→無細胞

タンパク質合成を実現するマイクロゲ

ル粒子分散型反応システムの開発【参画】 

［研究代表者］杉浦 慎治（幹細胞工学研究センター） 

［研究担当者］杉浦 慎治、佐藤 琢、金森 敏幸 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、本申請では、筑波大学と共同で開発した

基礎技術を基盤として、拡散による外水相からの分子供

給が可能なマイクロサイズのアガロースゲル粒子を反応

場として、PCR から無細胞タンパク質合成を行う2段階

の生化学反応を超並列的に行い、106～109以上の極めて

大規模な DNA ライブラリーから新奇な酵素やタンパク

質を進化分子工学的手法により獲得するウルトラスルー

プットなマイクロゲル粒子分散型反応システムの開発を

目指している。 
 本年度は粒径の均一なアガロースゲルビーズを作製す

るため、マイクロ流路を用いた液滴の作製方法について

主に検討した。フォトリソグラフィーとレプリカモール

ディング法を用いてゲルビーズ作製用マイクロ流路チッ

プを作製し、粒径の均一なアガロースゲルビーズが調製

できることを確認した。また、プライマーを固定化した

アガロースゲル内で PCR を行う際の、アガロースの存

在の影響、およびプライマーを固定する影響を評価した。

プライマーを修飾する事で DNA 増幅が減少することが

示唆されたが、DNA 増幅を実施可能であることが確認

された。本研究は筑波大学の市川創作教授との共同研究

である。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高分子ゲル、タンパク質スクリーニング、

マイクロリアクター、エマルジョン 

 

［テーマ題目12］糖鎖プロファイリングによる細胞評価

技術開発 

［研究代表者］平林 淳（糖鎖レクチン工学研究チーム） 

［研究担当者］平林 淳、舘野 浩章、伊藤 弓弦、 

小沼 泰子、鈴木 加代、比江森 恵子、

村上 仁子、箕嶋 文、清井 佳代 

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療の実現には各種有用マーカー、中でも未分化

性、分化能の指標となる信頼性の高いマーカー検出技術

の開発が必須である。当チームが糖鎖医工学研究センタ

ー時代に世界に先駆け開発した糖鎖プロファイリング
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（レクチンマイクロアレイ）技術を、幹細胞工学研究セ

ンターの有する、細胞培養技術、分化制御技術と連携さ

せることで、幹細胞の分化度や分化指向性を評価・選別

する実効性に優れたら細胞表面マーカーを開発する。企

業共同研究を含めた研究開発を通し有効性の認められた

マーカー検出プローブ（レクチン）については速やかに

特許出願するとともに、関連企業へのライセンスを通し

メーカーから販売することで、速やかな社会還元に努め

る。具体的には、実用化が期待される iPS/ES 細胞等の

多能性未分化性を瞬時に判断可能な糖鎖マーカーや、よ

り実用性の早い各種間葉系幹細胞の分化能・増殖能を担

保する糖鎖関連マーカーの開発に注力することで、社会

が要請する安心・安全な再生医療の実現に貢献する。 

 当該チームが糖鎖工学研究センター時代に開発、上市

したレクチンマイクロアレイのさらなる性能向上を目指

し、従来45種であったレクチン数を96に倍加させた高密

度レクチンマイクロアレイを開発。搭載した40種近くの

組み換えレクチンを共同研究企業にライセンシングし、

すでに数品目については上市されている。上記高密度レ

クチンマイクロアレイを用い、所内外連携を通じ、iPS・
ES 細胞と体細胞の比較糖鎖プロファイリングを実施し

た結果、未分化細胞に特徴的な糖鎖変化の検出に成功し、

新規未分化細胞検出プローブ、rBC2LCN の発見に至っ

ている（Tateno et al., 2011, J Biol Chem）。山中4因

子の導入によってもたらされる糖鎖変化は、N グリカン

におけるシアル酸結合様式のα2－3型からα2－6型への

変 化 、 O グ リ カ ン に お け る H タ イ プ 3 構 造

（Fucα1-2Galβ1-3GalNAc）の出現等に顕著にみられる

ことが、詳細な構造解析によって示された（Hasehira et 
al., 2012, Mol Cell Proteomics）。一方、本レクチン、

rBC2LCN は体細胞には全く結合しない半面、iPS/ES 細

胞にきわめて鋭敏に、かつ固定操作をせず生染色できる

ことが判明し（Onuma et al., 2013, Biochem Biophys 
Res Commun）、その結合相手はポドカリキシンという

多数の O グリカンで覆われた膜タンパク質であること

を示している（Tateno et al., 2013, Stem Cells Transl 
Med）。さらに、ポドカリキシンが未分化細胞から培地

中へと分泌されることを見出し、これを計測するための

ユニークなレクチン‐レクチンサンドイッチアッセイ系

を開発した（Tateno et al. Sci Rep 2014）。rBC2LCN は

分子量16,000の小タンパク質で、大腸菌で簡単に大量生

産できるなど、今までの抗体プローブと比べ種々の利点

をもつことなどから、様々な実用化に向けた研究を展開

している。一方、間葉系幹細胞の分化・増殖能を担保す

るような糖鎖マーカーの開発を関連研究者と連携しなが

ら進めることでいいくつかの有望な検出プローブ（レク

チン）の同定に至った。 

 

［テーマ題目13］間葉系幹細胞を活用した幹細胞操作技

術とメタボリックデバイスの開発 

［研究代表者］木田 泰之（間葉系幹細胞ダイナミクス

研究グループ） 

［研究担当者］木田 泰之、高山 祐三、櫛笥 博子、

渋谷 陽一郎、中須 麻子 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 実用化できる幹細胞操作技術の開発において、間葉系

幹細胞の活用を最優先候補として技術開発する。そのア

ウトカムである幹細胞および分化誘導細胞・機能細胞を

用いる再生応用を実施することを目標とする。 

Ⅰ．次世代シーケンスからの統合データ取得・解析技術

の開発 

 効果的かつ確実な治療や病気の予測等に利用できる

次世代シーケンスによるゲノム・エピゲノムデータは

膨大であるが、それ故、目的の結果を導く手段の発達

が遅れている。本技術は、エピゲノム情報を紐解く効

果的な情報解析を可能とする。現在、統合解析・運用

において最先端にある生命情報工学研究センターと共

同にて、エピゲノム情報を解析している。本テーマに

おいて、次世代シーケンサーをフル活用して得られる

間葉系幹細胞の完全遺伝情報の整備、その情報を活用

し た 神 経 細 胞 や 心 血 管 系 細 胞 へ の

Trans-differentiation（Direct-reprogramming）技術

の開発、さらには複数誘導細胞を組織化・機能化する

ための3次元組織構築技術及び電子デバイスとの融合

技術開発を行っている。 

Ⅱ．遺伝的性質に基づいた幹細胞同定技術と微細加工に

よる特異的分化誘導・組織構築技術 

 先端的細胞医療においては iPS 細胞の登場より以前

から間葉系幹細胞が使われているが、性質は規定され

ていない。本技術は、遺伝的性質および細胞外環境の

制御により、有用な細胞を抽出・利用することを可能

とする。オミクスデータ解析結果からマーカーによる

新規幹細胞の同定、最先端の微細加工技術から開発し

ている新規デバイスへのアダプテーションによる幹細

胞培養の研究および開発を進めている。 

 生体内臓器は特徴的な3次元構造を構築することで特

異的な機能を獲得する。機能制御では、臓器が神経信号

制御を受けることで生体は複雑な生理活動を調節し、恒

常性を維持している。これを踏まえると幹細胞を用いた

再生医療応用や創薬支援に対しても誘導細胞を3次元組

織化させ、生体臓器と類似する機能を人為的に制御する

ことが重要である。本テーマでは、微細加工技術を積極

的に利用した3次元組織化技術、誘導神経細胞と電子デバ

イスを用いた神経インターフェース技術に基づく誘導組

織機能の観測と制御技術開発を行っている。 

 この「幹細胞作製技術」と「微細加工技術」の両面か

ら、高次脳機能、メタボリズム、癌を機能的に制御する

組織デバイス（メタボリックデバイス）を開発すること

を目指している。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］間葉系幹細胞、再生医療、細胞分化 

 

［テーマ題目14］膜タンパク質の再構成マトリックス材

料となる含フッ素擬環状型人工脂質の開

発 

［研究代表者］須丸 公雄 

（医薬品アッセイデバイスチーム） 

［研究担当者］須丸 公雄、高木 俊之、金森 敏幸 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒト細胞を含む動物細胞の利活用が本格的に検討され

る中、培養基材上の細胞をそのままの状態で精密・迅速

に統計解析を行う技術（imaging cytometry）が広く普

及している。こうした状況において本研究では、互いに

つながった培養細胞の切断・剥離・細分化等の物理操作

を、面的な精密光照射によって行うことのできる光応答

性培養基材、及びそれを用いた新規細胞プロセシング技

術を開発する。閉鎖培養系内部での足場依存性細胞に対

し、削り取る、ちぎるといった「力ずく」プロセシング

を、透明光路を通じて光で外部から無菌的に行えるアド

バンテージは重要である上、面的な精密光照射で制御す

る本開発技術は、画像技術との連携やコロニー等の細胞

集団への適用などにおいて特に優位性が高く、今後活発

化が予想される培養細胞利活用の場に、パワフルな汎用

バイオツールを提供することが期待される。 

主鎖を PMMA とする強酸型光酸発生（PAG）ポリマー

を所定の条件でコーティングすることにより光応答性培

養基材を作製、MDCK 細胞を十分な密度になるまで培養、

波長350-450nm の光を線幅28-42µm のグリッドパター

ンに沿って照射すると、2時間後には照射域の細胞が潰れ

て崩壊し、結果として細胞単層が切断されることが見い

だされた。その後5分間コラゲナーゼ処理を行ってから、

表面に培地を吹き付けることで、細分化された細胞の単

層シートをセルクランプとして培養基材から剥離、それ

らを別の培養ディッシュに回収できることが実証された。

また、回収直後のセルクランプ数および18時間後の生着

コロニー数を解析した結果、グリッドパターン照射によ

って細胞単層から切り出されたセルクランプのほとんど

が、十分な viability を維持した状態で回収され、元の切

り出し数に対して80%を越える割合でコロニーとして生

着率する操作条件が見いだされた。投影パターンによっ

て切り出し単位の面積を変えることにより、翌日のコロ

ニーサイズを制御できることが明らかになった。さらに

この手法を、ヒト iPS コロニーの継代操作に必要な細分

化プロセスに適用、実際に細胞単層が揃ったサイズに細

分化され、継代後も未分化状態を維持したまま、コロニ

ーに増殖することが確認された。これらの実験結果より、

マイクロパターンのプロジェクションによって、様々な

足場依存性細胞の細胞単層から、任意のサイズに揃った

セルクランプが、その viability を大きく損なうことなく

作製できることが実証された。 

 

［テーマ題目15］HDL 型脂質膜ディスクによる膜タンパ

ク質配向制御技術の開発 

［研究代表者］馬場 照彦（幹細胞工学研究センター） 

［研究担当者］馬場 照彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

血漿中に存在するアポリポタンパク質 A-I（apoA-I）
は、脂質存在下で、高密度リポタンパク質（HDL）を形

成し、その構造維持や脂質代謝に関与することが知られ

ているが、HDL 形成初期では、脂質と均一サイズの 開

放構造である脂質膜ディスク構造を形成することが特徴

的である。この現象に着目し、本研究では、1) apoA-I
改変によるディスク膜骨格タンパク質の高機能化、2) 人

工脂質を用いた膜タンパク質再構成系の構築と配向制御

技術に関する方法論を開発することを目的とする。この

技術により、膜タンパク質をバイオセンサの要素として

利用することや、1分子構造機能解析に資する基盤技術を

得ることを目指す。 

平成25年度では、apoA-I の一次配列を一部改変したデ

ィスク膜骨格タンパク質をいくつか作出し、汎用リン脂

質との複合化により、直径10～20nm の脂質膜ディスク

が生成することをゲルろ過法や透過電顕法により確認し

た。また膜骨格タンパク質の配列内に特定の基板と相互

作用可能なモチーフを導入し、アフィニティゲルろ過法

により、脂質膜ディスクを分離・精製する条件を得た。

この方法で、膜タンパク質モデルを導入した脂質膜ディ

スクを分離・精製可能なことを予備的に確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アポリポタンパク質、脂質、脂質膜ディ

スク、膜タンパク質、再構成、バイオセ

ンサ 

 

⑤【創薬分子プロファイリング研究センター】 

（Molecular Profiling Research Center for Drug 
  Discovery） 

（存続期間：2013.4.1～） 

 

研究センター長        ：夏目 徹 

副研究センター長：堀本 勝久 

副研究センター長：久保 泰 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：11名（11名） 

経 費：572,494千円（361,220千円） 

 

概 要： 

 現在、世界的に新薬開発力が急速に喪失しつつある。

我が国においても例外ではなく、過去6年間での新薬開
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発費の総額は約8兆円であるが、日本独自の新薬の上市

は25品目にとどまる。この問題に産官学が一体となっ

て取り組くまなければならないが、創薬の経験のない

アカデミアと製薬業界の乖離は甚だしく、両者の役割

分担スキーム、連携のモデルといったものは示されて

おらず、強い社会的要請に応えることが未だ出来ない。 

 新薬開発上のボトルネックであり、アカデミアと産

業界を乖離させる最大の要因はヒット化合物をリード

化するうえでの、化合物プロファイリング※の非効率

性・曖昧性である。しかし、この問題は各企業が単独

で解決することは出来ず、アカデミアにおいて、この

問題に取り組んでいる研究機関はない。そこで本研究

センターでは、産総研内に構築された世界屈指の研究

リソース計測・解析技術やデータベース構築技術を発

展させるとともに、これらを活用し化合物プロファイ

リングの問題に特化して取り組み解決する。さらにこ

のプロファイリング技術を広く提供し、産業界と他の

アカデミア研究機関とを有機的に橋渡し連携させ、創

薬産業を短期的に活性化させるとともに、産学官「一

体型」創薬を実現し、創薬開発プロセスの効率化・高

度化を図るとともに、生命科学における新パラダイム

創出を目指すことを本研究センターのミッションとす

る。 

※化合物の作用・副作用について、標的、ネットワー

ク上での位置づけ、原子論的な作用機構などを知り尽

くすこと。 

 

重要研究課題としては、下記項目を掲げている。 

（１）定量プロテオミクスの高度化と自動化 

（２）タンパク質アレイによる創薬支援 

（３）数理システム解析と情報統合による知的基盤構

築 

（４）計測と理論計算の融合による分子設計 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

融合・連携推進予算（戦略予算）「失敗から学ぶ新しいリ

ード創薬支援技術の開発」 

 

FIRST 事業（戦略予算）「インタラクティブバイオ計測・

IT による創薬支援技術の開発」 

 

外部資金： 

文部科学省受託研究費「がん関連遺伝子産物の転写後発

現調節を標的とした治療法の開発」（がん抑制遺伝子の翻

訳抑制機構を標的とした核酸医薬の開発） 

 

経済産業省受託研究費「平成25年度産業技術研究開発（ラ

イフサイエンスデータベースプロジェクト）」 

 

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構「海洋微

生物解析による沿岸漁業被害の予測・測定技術の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機「再生医療のための細胞シ

ステム制御遺伝子発現リソースの構築」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「生体防御系を利用した

疾患診断の基盤技術開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「分子モデリングに基づ

く高度創薬支援」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「メタデータの付与とヒ

ト遺伝子関連オントロジー構築」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「摂食障害のプロテ

インアクティブアレイを用いた網羅的自己抗体スクリー

ニング」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「ポストゲノム解析

による感染体ー宿主ネットワーク」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「X 線結晶構造解析

・核磁気共鳴法の融合によるキナーゼ複合体の動的立体

構造解析」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「タンパク質間相互

作用部位をターゲットとした新規バイオ医薬品の開発 

小胞体レドックスネットワークを中心とする小胞体品質

管理機構の解析」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「中心体・一次シリ

アと細胞周期」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「ウイルス感染現象

における宿主細胞コンピテンシーの分子基盤」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「シリア・中心体系

による生体情報フローの制御」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「網羅的自己抗体プ

ロファイリング法に基づく免疫性神経疾患の病態解明と

治療戦略の構築」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「C 型慢性肝炎治療

成績の向上と肝発癌阻止を目指した分子基盤の確立」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「ヒト由来膜タンパ

ク質の NMR 構造解析に向けた基盤研究」 

 

厚生労働省 科学研究費補助金「CHP/NY-ESO-1ポリペ
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プチドがんワクチンの術後食道癌症例を対象とした多施

設共同前期第 II 相臨床試験」 

 

厚生労働省 科学研究費補助金「インフルエンザウイル

ス複製に関与する宿主因子とウイルス因子のインターフ

ェースを標的とした新規抗ウイルス薬探索の基盤研究」 

 

武田財団 研究助成金「インフルエンザの撲滅に向けて

：インフルエンザウイルスの増殖阻害抗体を用いた創薬

研究」 

 

武田財団 研究助成金「難病治療用の組換え酵素及び化

学合成糖タンパク質製剤の開発戦略と新規有効性評価シ

ステムの構築」 

 

経済産業省「天然物化合物及び IT を活用した革新的医

薬品創出技術」 

 

発 表：誌上発表32件、口頭発表56件、その他2件 

--------------------------------------------------------------------------- 
定量プロテオミクスチーム 

（Quantitative Proteomics Team） 

研究チーム長：五島 直樹 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 創薬を支援するために定量プロテオミクスの技術基

盤開発を行っている。ナノテク、クリーン技術と高度

なロボット技術を駆使し、超々高感度な質量分析シス

テムを構築し、化合物のターゲット決定と、薬理薬効

メカニズム解明に役立てている。 

 また、質量分析による網羅的絶対定量を実現するた

めに、プロテオームワイドな内標準タンパク質の合成

システム（In vitro proteome）を構築している。In vitro 
proteome は、プロテインアレイとしても活用されて

おり、血清中の自己抗体プロファイリングによって疾

患の診断やバイオマーカー探索にも応用されている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

数理システム解析チーム 

（Computational Systems Biology Team） 

研究チーム長：堀本 勝久 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 創薬支援、副作用予測等に実応用可能な数理解析技

術を開発している。特に、近年開発した独自技術は、

時間や環境に応じて変化する動的ネットワーク構造評

価技術を改良し、具体的な要因候補分子の絞り込むた

めの技術（ネットワーク・スクリーング）と多層オミ

クスデータを利用した表現型データから分子機能を同

定する技術である。 

さらに、独自開発数理解析技術を体系的に融合し、

オミックスデータから検証可能な要因候補分子選定の

ための分子群絞り込みシステムやドラッグリポジショ

ニングのための薬剤候補推定システムを構築している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

データ管理統合チーム 

（Data Management and Integration Team） 

研究チーム長：夏目 徹 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 パブリックやプライベート・クラウドコンピューテ

ィングなどの IT 技術を利用し、実験データ、データ

ベース、ソフトウェア、解析ツールを選択・組み合わ

せ可能とする環境の整備を行い、利用目的に合った情

報解析システムを開発している。 

また本センターにおける様々なデータの収集・集約

を行い、データの一元管理による品質維持を実施する

ことで、効率的な解析や研究上の意思決定に活用可能

となる知的インテグレーション・システムの構築を目

指している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

分子相互作用解析チーム 

（Molecular-Recogunition Structure Analysis Team） 

研究チーム長：福西 快文 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 主に溶液 NMR 実験装置を用い、独自のタンパク質

発現技術、測定技術を駆使することで、タンパク質‐

タンパク質間、タンパク質‐薬剤間相互作用の立体構

造的解析を行っている。 

さらに、理論分子設計チームで開発された手法を用

いて、NMR の実験結果を満たすように3次元的な構造

モデル構築を行うことも可能であり、視覚的に、薬物

の作用様式を高い精度で解明することができる。また、

これらの技術のユーザーに向けた技術指導も行ってい

る。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

理論分子設計チーム 

（in-silico Drug Design Team） 

研究チーム長：広川 貴次 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 創薬支援ソフトウェア myPresto、各種創薬支援ソ

フトウェア、化合物データベースなどを開発しており、

ユーザーのニーズに合わせたソフトウェアの改変・作

成が可能である。また、タンパク質‐タンパク質複合

体阻害剤を始め、数十の標的タンパク質に対して、数
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百のヒット化合物に加え、多数のリード化合物の創成

に関わった経験がある。 

これらのノウハウと技術により、市販ソフトウェア

を超える性能、市販ソフトウェアでは実現できなかっ

た作業を可能にし、日本の分子設計の技術的課題解決

をリードしている。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］定量プロテオミクスの高度化と自動化 

［研究代表者］夏目 徹（研究センター長） 

［研究担当者］夏目 徹、新木 和孝、北澤 将史、 

五島 直樹（常勤職員4名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

定量プロテオミクス基盤技術の高度化 

研究内容：  

 定量プロテオミクスのための自動化とロボット技術の

基盤技術開発とその高度化を行う。解析プラットフォー

ムとして最適化しさらなる自動化と効率化を推進しつつ、

複数社の製薬企業との実証研究の展開を行う。 

平成25年度進捗状況は以下の通り。 

当センターと安川電機と共同開発したヒト型汎用ロボ

ットの産業化を開始し、国内外に約10システムの導入が

開始された。今後、さらに、汎用性を応用領域を拡げる

ため、ティーチングインターフェースの開発、自走軌道

発生機能の追加、およびセンシング技術の高度化と実証

研究を実施している。 

上記ロボットシステムの試験導入を行い、創薬プロテ

オミクスのワークフローを自動化し、人手によるサンプ

ル処理よりもより再現性が高く高精度な解析が行える事

を実証している。 

当センターで整備される、定量プロテオミクスの解析

プラットフォームを用い、第一三共社が開発中の新薬の

分子プロファイリングを実施している。 

当センターで整備される、定量プロテオミクスの解析

プラットフォームを用い、味の素製薬社が開発中の新薬

の分子プロファイリングを実施する。また、現在共同研

究中のドロップ薬のプロファイリングも続行する。 

当センターで整備される、定量プロテオミクスの解析

プラットフォームを用い、武田製薬社が開発中の新薬の

分子プロファイリングを実施するとともに、ドロップ薬

のプロファイリングに関する共同研究も実施する。 

当センターで実施される定量プロテオミクスに必須な

ヒト標準タンパク質の高純度作製技術の開発を行う。現

在、産総研の所有するヒト完全長 cDNA を基礎とする世

界最大のヒトタンパク質発現リソースからヒトタンパク

質を合成し、それをもとにした定量プロテオミクスが展

開され、既に多くの成果を生んでいる。この標準タンパ

ク質の作製技術をさらに高度化し、産総研が世界に誇る

高感度質量分析技術と融合させ、超高感度測定技術の開

発を行っている。 

 

IQGAP1 Protein Regulates Nuclear Localization of 
β-Catenin via Importin-β5 Protein 
in Wnt Signaling. 
J. Biol Chem. 288(51): 36351-60 (2013 Dec) PMID: 
24196961 
Goto T, Sato A, Adachi S, Iemura S, Natsume T, 
Shibuya H  
 
Mesdc2 plays a key role in cell-surface expression of 
Lrp4 and postsynaptic specialization 
in Myotubes. 
FEBS Lett. 587 (2013): 3749-3754 (2013 Oct) PMID: 
24140340 
Hoshi T, Tezuka T, Yokoyama K, Iemura Sl, Natsume 
T, Yamanashi Y  
 
Dynamic regulation of Ero1alpha and Prx4 
localization in the secretory pathway. 
J Biol Chem. 288(41):29586-94 (2013 Oct) PMID: 
23979138 
Kakihana T, Araki K, Vavassori S, Iemura S, Cortini 
M, Fagioli C, Natsume T, Sitia R, Nagata K  
 
Ero1-alpha and PDIs constitute a hierarchical 
electron transfer network of endoplasmic reticulum 
oxidoreductases. 
J Cell Biol 202(6): 861-874.(2013 Sep) PMID: 
24043701 
Araki K, Iemura S, Kamiya Y, Ron D, Kato K, 
Natsume T, Nagata K  
 
The case in kinase 2-nrf1 axis controls the clearance 
of ubiquitinated proteins by regulating proteasome 
gene expression. 
Molecular and Cellular Biology 33(17): 3461-3472. 
(2013 Sep) PMID: 238168811 
Tsuchiya Y, Taniguchi H, Ito Y, Morita T, Karim MR, 
Ohtake N, Fukagai K, 
Ito T, Okamuro S, Iemura S, Natsume T, Nishida E, 
Kobayashi A  
 
PLEIAD/SIMC1/C5orf25, a Novel Autolysis Regulator 
for a 
Skeletal-Muscle-Specific Calpain, CAPN3, Scaffolds a 
CAPN3 Substrate, CTBP1. 
Journal of Molecular Biology 425(16): 2955-2972. 
(2013 Aug) PMID: 23707407 
Ono Y, Iemura S, Novak SM, Doi N, Kitamura F, 
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Natsume T, Gregorio CC, Sorimachi H  
 
LARP1 specifically recognizes the 3' terminus of 
poly(A) mRNA. 
Febs Letters587(14): 2173-2178. (2013 Jul) PMID: 
23711370 
Aoki K, Adachi S, Homoto M, Kusano H, Koike K, 
Natsume T 
 
IQGAP1 functions as a modulator of dishevelled 
nuclear localization in Wnt signaling. 
Plos One 8(4): e60865. (2013 Apr) PMID: 23577172 
Goto T, Sato A, Shimizu M, Adachi S, Satoh K, Iemura 
S, Natsume T, Shibuya H 
 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］質量分析、ロボット技術、薬剤標的タン

パク質、絶対定量 

 

［テーマ題目２］タンパク質アレイによる創薬支援 

［研究代表者］五島 直樹（定量プロテオミクスチーム） 

［研究担当者］五島 直樹、福田 枝里子 

（常勤職員2名、他34名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

タンパク質アレイの実証研究への応用 

研究内容：  

 プロテインアクティブアレイを創薬分子プロファイリ

ングへ応用するための実証研究への応用を展開するとと

もに、ペプチドプローブ作製の基盤技術の完成により、

さらのペプチドプローブアレーを大規模に製作し、定量

プロテオミクスの基盤をさらに強化する。 

平成25年度進捗状況は以下の通り。 

1) JST 先端計測分析技術・機器開発プログラムを採択

し、北里大や千葉大と連携して炎症性腸疾患や川崎病

の患者血清中自己抗体プロファイリングを開始した。

また、国立がん研究センターとの共同研究を開始し、

最新のがん免疫療法と自己抗体の変化を解析する研究

基盤を構築した。 

2) JST再生医療実現拠点ネットワークプログラムを採

択し、細胞システム制御遺伝子としてパスウェイ解析

によって約500遺伝子を選出し、エントリークローンの

構築を行った。これらの細胞システム制御遺伝子を実

際に利用を図り、京都大学 CiRA や慶応大学医学部と

共同研究を行い、角膜再生および心筋再生の2因子を発

見した。また、プロテインアレイを使用した再生医療

のための機能的プロテオミクスの基盤構築を行った。 

3) センター内チーム間連携で自己抗体情報のデータベ

ースの基盤を整備した。 

 

Detection of tumor-associated antigens in culture 
supernatants using autoantibodies in sera from 
patients with bladder cancer. 
Biomedical Research (Tokyo) 35 (1) 25-35, (2014) 
Sho MINAMI, Ryo NAGASHIO, Junpei UEDA, 
Kazumasa MATSUMO, Naoki GOSHIMA, Manabu 
HATTORI,Kazuo HACHIMURA, Masatsugu 
IWAMURA, and Yuichi SATO 
 
Genome-wide co-localization screening of nuclear 
body components using a fluorescently tagged FLJ 
cDNA clone library. 
Methods in Molecular Biology (in press)(2014) 
Tetsuro Hirose and Naoki Goshima 
 
Integrated View of the Human Chromosome X-centric 
Proteome Project. 
J. Proteome Res., 12, 58−61, (2013) 
Tadashi Yamamoto, Keiichi Nakayama, Hisashi 
Hirano, Takeshi Tomonaga, Yasushi Ishihama, 
Tetsushi Yamada, Tadashi Kondo, Yoshio Kodera, 
Yuichi Sato, Norie Araki, Hiroshi Mamitsuka, and 
Naoki Goshima. 
 
An active C-terminally truncated form of 
Ca2+/calmodulin-dependent protein kinase 
phosphatase-N (CaMKP-N/PPM1E) 
BioMed Research International（in press） vol. 2013, 
Article ID 134813, 10 pages, 2013. 
doi:10.1155/2013/134813. (2013) 
 
Atsuhiko Ishida, Kumiko Tsumura, Megu Oue, 
Yasuhiro Takenaka, Yasushi Shigeri, Naoki Goshima, 
Yasuhiro Ishihara, Tetsuo Hirano, Hiromi Baba, 
Noriyuki Sueyoshi,Isamu Kameshita and Takeshi 
Yamazaki. 
 
An Efficient Non-viral Method to Generate 
Integration-Free Human iPS Cells from Cord Blood 
and Peripheral Blood Cells. 
Stem Cells, 31(3), 458-66 (2013) 
Keisuke Okita, Tatsuya Yamakawa, Yasuko 
Matsumura, Yoshiko Sato, Naoki Amano, Akira 
Watanabe, Naoki Goshima, and Shinya Yamanaka 
 
Non-canonical NOTCH signaling limits self-renewal 
of human epithelial and iPS cells through ROCK 
activation. 
Mol Cell Biol.33（22）, 4434 – 4447（2013） 
Takashi Yugawa, Koichiro Nishino, Shin-ichi Ohno, 
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Tomomi Nakahara, Masatoshi Fujita, Naoki Goshima, 
Akihiro Umezawa and Tohru Kiyono 
 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］網羅的抗体解析、プロテインアレイ、バ

イオマーカー、抗原タンパク質、免疫モ

ニタリング 

 

［テーマ題目３］数理システム解析と情報統合による知

的基盤構築 

［研究代表者］堀本 勝久（副研究センター長、数理シ

ステム解析チーム） 

福井 一彦（データ管理統合チーム） 
［研究担当者］堀本 勝久、福井 一彦、井上 雅世、

末永 敦、山崎 智 

（常勤職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

センター内計測データを含む創薬ビックデータの有効

活用のための情報管理・統合システムの構築と、それ

らを利用した創薬のためのシステム数理情報解析技術

の開発 

研究内容：  

 当センターにおいて計測されるプロテオミクスデータ

及び既知の知識・計測データに基づき、特異的な遺伝子

群を表現型の相異から分子機能を推定する独自技術、既

知関係性評価法（ネットワークスクリーニング）により

遺伝子群の階層的ネットワーク構造を高精度で解明する

技術、シミュレーション技術により進展のキーとなる階

層内要因分子を特定する技術の統合を進めている。 

平成25年度進捗状況は以下の通り。 

1) 解析統合ソフトウェアKNIMEにより創薬ターゲッ

ト推定システムのプロトタイプを作成した。 

2) 国立がんセンター研究所との共同研究により、乳が

んと肺がんについて細胞株により得られた発現データ

から疾患特異的遺伝子刻印およびパスウェイを推定し

た。 

3) 刺激応答パスウェイ推定システム構築のための公共

データの収集を行った。 

4) 悪性ガン併剤探索システム「薬効リプログラミング」

を構築し、それにより悪性前立腺がんの併剤候補とし

て ribavirin を発見した。 

5) プラットフォームを用いた解析ツールの拡張として、

マイクロアレイ解析に着手し、独自に開発された解析

要素技術のノード化を行い、新規ワークフローを構築

した。 

6) 解析ツールとのシームレスな連携・連動のため解析

ツールのオントロジー開発を実施し、そのインターフ

ェイス開発を実施した。また 所内データ・レポジト

リーの構築としインフラ整備を行い実測データの集約

化を図った。 

 

MIDDAS-M: Motif-Independent De Novo Detection of 
Secondary Metabolite Gene Clusters through the 
Integration of Genome Sequencing and Transcriptome 
Data. 
PLoS ONE 8(12): e84028, 2013. 
Myco Umemura, Hideaki Koike, Nozomi Nagano, 
Tomoko Ishii, Jin Kawano, Noriko Yamane, Ikuko 
Kozone, Katsuhisa Horimoto, Kazuo Shin-ya, Kiyoshi 
Asai, Jiujiang Yu, Joan W. Bennett, Masayuki 
Machida 
 
Identification of upstream regulators for prognostic 
expression signature genes 
in colorectal cancer. 
BMC Systems Biology,7:86, 2013. 
Taejeong Bae, Kyoohyoung Rho, Jin Woo Choi, 
Katsuhisa Horimoto, Wankyu Kim, Sunghoon Kim 
 
Gaussian graphical model for identifying significantly 
responsive regulatory networks from time course 
high-throughput data. 
IET Syst. Biol.,7: 143–152, 2013 
Zhi-Ping Liu, Wanwei Zhang, Katsuhisa Horimoto, 
Luonan Chen 
 
Gene expression profiling of hepatitis B- and hepatitis 
C-related hepatocellular carcinoma using graphical 
Gaussian modeling. 
Genomics,101: 238-248, 2013 
Teruyuki Ueda, Masao Honda, Katsuhisa Horimoto, 
Sachiyo Aburatani, Shigeru Saito, Taro Yamashita, 
Yoshio Sakai, Mikiko Nakamura, Hajime Takatori, 
Hajime Sunagozaka, Shuichi Kaneko 
 
Identification of drug candidate against prostate 
cancer from the aspect of somatic cell reprogramming. 
Cancer Sci.104: 1017–1026, 2013. 
Kosaka, T., Nagamatsu, G., Saito, S., Oya, M., Suda, 
T., Horimoto, K. 
Association of Rev-erbα in Adipose Tissues with Type 
2 Diabetes Mellitus Amelioration after Gastric Bypass 
Surgery in Goto-Kakizaki Rats. 
American Journal of Physiology - Regulatory, 
Integrative and Comparative Physiology 
305: R134-46, 2013.  
Zhang, R., Yan, C., Zhou, X., Qian, B., Li, F., Sun, Y., 
Shi, C., Li, B., Saito, S., Horimoto, K., Zhou, H. 
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Induction of pluripotent stem cells from primordial 
germ cells by single reprogramming factors. 
Stem Cells,31:479–487, 2013. 
Nagamatsu, G., Kosaka, T., Saito, S., Takubo, K., 
Horimoto, K., Oya, M., Suda, T. 
 
Functional Networks in Diabetes-Progression by 
Comparison of Gene Expressions from Three Issues of 
Goto-Kakizaki Rats. 
Current Bioinformatics, 8: 63-71, 2013. 
Sun, Y., Han, X., Saito, S., Horimoto, K., Zhou, H. 
 
Cellular relationships of testicular germ cell tumors 
by partial canonical correlation analysis for gene 
expression signatures. 
Current Bioinformatics, 8: 72-79, 2013. 
Yu, T., Toshimori, A., Jinrong, X., Saito, S., Zhou, X., 
Horimoto, K., Fan, Z., Shimizu, K., Zhou, H. 
 
Identification of master regulator candidates in 
conjunction with network screening and inference.  
Int. J. of Data Mining and Bioinformatics, 8(3): 
366-380, 2013. 
Saito, S., Zhou, X., Bae, T., Kim, S., Horimoto, K. 
 
Tertiary structure prediction of RNA-RNA complexes 
using secondary structure and fragment based 
method 
JOURNAL OF CHEMICAL INFORMATION AND 
MODELING，54-2，pp.672-682、2014/01 
Satoshi Yamasaki, Takatsugu Hirokawa, Kiyoshi Asai, 
and Kazuhiko Fukui 
 
Identification of efflux proteins using efficient radial 
basis function networks with position-specific scoring 
matrices and biochemical properties 
PROTEINS-STRUCTURE FUNCTION AND 
BIOINFORMATICS,81-，pp.1634-1643、2013/08 
Yu-Yen Ou, Shu-An Chen, Yun-Min Chang, 
Devadasan Velmurugan, Kazuhiko Fukui 
and M. Michael Gromiha 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］システム生物学、システム薬理学、ネッ

トワーク数理解析、多層オミックス、デ

ータベース、タンパク質構造解析、RNA
構造解析 

 

［テーマ題目４］計測と理論計算の融合による分子設計 

［研究代表者］福西 快文（分子相互作用解析チーム）

広川 貴次（理論分子設計チーム） 

［研究担当者］福西 快文、広川 貴次、竹内 恒、 

本野 千恵（常勤職員4名、他16名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的: 

 理論計算と NMR 計測の融合による新規創薬基盤技術

の開発とその適用による新規リード化合物の発見 

研究内容： 

 タンパク質ー薬物相互作用解析は、重要な創薬基盤技

術であり、センターで研究する主要課題の1つである。

我々は既に、独自の NMR によるタンパク質ー化合物相

互作用の計測技術を開発中であり、この情報を組み込ん

だ計算手法を開発している。 

平成25年度進捗状況は以下の通り。 

1) タンパク質と化合物の複合体の短時間MDシミュレ

ーションから、薬物の活性を求める方法を開発した結

果、それまでのドッキングスコアによる活性推定誤差

平均2.5kcal/mol から、新手法では、1.2kcal/mol 程度

の精度が得られ、誤差を半減することで、無駄な分子

設計を半減し医薬品候補物質の選出効率を2倍にする

技術開発ができた。TNFR1特異的結合化合物のインシ

リコスクリーニング(日本たばこ）に適用し、X 線化合

物ソーキング構造解析で、活性化合物を見出し、これ

ら SPR 実験では活性計測できなかったフラグメント

分子を改変し、µM 活性の活性化合物を得ることに成

功した。キナーゼ複合体予測（富士フィルム）でには、

キナーゼタンパク質のモデリング計算、ドッキング、

また当新手法による活性推算手法を適用し、構造活性

相関を得ることができた。 

2) NMR 緩和速度の測定から、薬物の結合に伴うタン

パク質の運動性を定量的に評価することで、薬物と直

接結合し運動性が低下する領域＝結合部位と、結合に

伴って運動性が亢進し、結合に対しエントロピー的に

寄与する領域を同定することに成功した結果、従来は

一度に結合部位予測情報しか得られなかったのに比較

して結合部位の位置とダイナミクスの2倍の情報を得

ることができた。 

3) 創薬等支援基盤技術プラットフォーム事業において、

アカデミア中心に9件の支援研究を実施した。さらに民

間企業5社との資金提供型共同研究課題を実施した。 

4) 創薬に関する技術者養成コースを6コース開催し、人

材養成活動に取り組んだ。 

5) 高度化研究では、RNA-RNA 複合体予測システムを

開発し、解析ツールとして外部公開した。創薬ターゲ

ットである GPCR に特化した高精度モデリング手法

を開発した。「京」計算機を用いた創薬研究では、分子

動力学計算による高精度相互作用予測および検証を行

った。 

 

Structural insights into the function of a thermostable 
copper-containing nitrite reductase.  
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Biochem. 2014 Feb;155(2):123-35. doi: 10.1093/jb/ 
mvt107 
Fukuda Y, Tse KM, Lintuluoto M, Fukunishi Y, 
Mizohata E, Matsumura H, Takami H, Nojiri M, 
Inoue 
 
Molecular dynamics simulations accelerated by GPU 
for biological macromolecules with a non-Ewald 
scheme for electrostatic interactions. 
Journal of Chemical Theory and Computation. 9 (12) 
5599-5609 (2013). 
T. Mashimo, Y. Fukunishi, N. Kamiya, Y. Takano, I. 
Fukuda, and H. Nakamura. 
 
Molecular modeling of vasopressin receptor and in 
silico screening of V1b receptor antagonists. 
Expert Opin Drug Discov. 2013 
Aug;8(8):951-64.doi:10.1517/17460441.2013.799134. 
Hagiwara Y, Ohno K, Kamohara M, Takasaki J, 
Watanabe T, Fukunishi Y, Nakamura H, Orita M. 
 
The in silico screening and X-ray structure analysis of 
the inhibitor complex of Plasmodium falciparum 
orotidine 5'-monophosphate decarboxylase. 
Biochem. 2012 Aug;152(2):133-8. 
Takashima Y, Mizohata E, Krungkrai SR, Fukunishi 
Y, Kinoshita T, Sakata T, Matsumura H, Krungkrai J, 
Horii T, Inoue T. 
 
LigandBox: A database for 3D structures of chemical 
compounds. 
BIOPHYSICS. 9, 113-121 (2013). 
T. Kawabata, Y. Sugihara, Y. Fukunishi, and H. 
Nakamura. 
Improved estimation of protein-ligand binding free 
energy by using the ligand-entropy and mobility of 
water molecules. 
Pharmaceuticals (Basel). 2013 Apr 26;6(5):604-22. doi: 
10.3390/ph6050604. 
Fukunishi Y, Nakamura H. 
非エバルト法に基づく GPU で加速された G 蛋白質共役

型受容体の分子動力学計算 
TSUBAME ESJ. 10, 8-12 (2013). 
真下忠彰、河内隆行、福西快文、神谷成敏、高野優、福

田育夫、中村春木 
 

Ubiquitin is phosphorylated by PINK1 to activate 
parkin. 
Nature, 2014, 510(7503), 162-166. 
Koyano, F., Okatsu, K., Kosako, H., Tamura, Y., Go, 

E., Kimura, M., Kimura, Y., Tsuchiya, H., Yoshihara, 
H., Hirokawa, T., Endo, T., Fon, E.A., Trempe, J.F., 
Saeki, Y., Tanaka, K. and Matsuda, N., 
 
Total synthesis and characterization of thielocin B1 as 
a protein–protein interaction inhibitor of PAC3 
homodimer. 
Chemical Science, 2014, 5, 1860-1868. 
Doi, T., Yoshida, M., Ohsawa, K., Shin-ya, K., Takagi, 
M., Uekusa, Y., Yamaguchi, T., Kato, K., Hirokawa, T. 
and Natsume, T. 
 
Tertiary Structure Prediction of RNA-RNA 
Complexes Using a Secondary Structure and 
Fragment-Based Method.  
J. Chem. Inf. Model., 2014, 54(2), 672-682. 
Yamasaki, S., Hirokawa, T., Asai, K. and Fukui, K. 
 
Rational hopping of a peptidic scaffold into 
non-peptidic scaffolds: structurally novel potent 
proteasome inhibitors derived from a natural product, 
belactosin A. 
Chem. Commun.(Camb), 2014, 50(19), 2445-2447. 
Kawamura, S., Unno, Y., Hirokawa, T., Asai, A., 
Arisawa, M. and Shuto, S. 
 
Synthesis of saxitoxin derivatives bearing guanidine 
and urea groups at C13 and evaluation of their 
inhibitory activity on voltage-gated sodium channels. 
Org. Biomol. Chem. 2013, 11(38), 6642-6649. 
Akimoto, T., Masuda, A., Yotsu-Yamashita, M., 
Hirokawa, T. and Nagasawa, K. 
 
Re-docking scheme for generating near-native protein 
complexes by assembling residue interaction 
fingerprints. 
PLoS One. 2013, 8(7), e69365. 
Uchikoga, N., Matsuzaki, Y., Ohue, M., Hirokawa, T. 
and Akiyama, Y. 
 
Investigation of the Noncovalent Binding Mode of 
Covalent Proteasome Inhibitors around the 
Transition State by Combined Use of Cyclopropylic 
Strain-Based Conformational Restriction and 
Computational Modeling. 
J. Med. Chem. 2013, 56(14), 5829-5842. 
Kawamura, S., Unno, Y., Tanaka, M., Sasaki, T., 
Yamano, A., Hirokawa, T., Kameda, T., Asai, A., 
Arisawa, M. and Shuto, S. 
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Design and synthesis of 
2-phenyl-1,4-dioxa-spiro[4.5]deca-6,9-dien-8-ones as 
potential anticancer agents starting from cytotoxic 
spiromamakone A. 
Eur. J. Med. Chem. 2013, 66, 180-184. 
Fuse, S., Inaba, K., Takagi, M., Tanaka, M., Hirokawa, 
T., Johmoto, K., Uekusa, H., Shin-Ya, K., Takahashi, 
T. and Doi T. 
 
Design and Synthesis of Cyclic ADP-4-Thioribose as a 
Stable Equivalent of Cyclic ADP-Ribose, a Calcium 
Ion-Mobilizing Second Messenger 
Angew Chem Int Ed Engl. 2013, 52(26), 6633-6637. 
Tsuzuki, T., Sakaguchi, N., Kudoh, T., Takano, S., 
Uehara, M., Murayama, T., Sakurai, T., Hashii, M., 
Higashida, H., Weber, K., Guse, A.H., Kameda, T., 
Hirokawa, T., Kumaki, Y., Potter, B.V.L, Fukuda, H., 
Arisawa, M. and Shuto, S. 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質－化合物複合体予測、

RNA-RNA 複合体予測、NMR、薬物分

子シミュレーション、薬物活性予測 

 

⑥【健康工学研究部門】 
（Health Research Institute） 

（存続期間：2010.4.1～） 

 

研究部門長：吉田 康一 

副研究部門長：達 吉郎、大家 利彦 

総括研究主幹：茂里 康、脇田 慎一 

研 究 主 幹：大槻 荘一 

 

所在地：四国センター、関西センター（池田）、関西セン

ター（尼崎） 

人 員：63名（63名） 

経 費：836,519千円（524,009千円） 

 

概 要： 

 産業技術総合研究所は、社会的要請を踏まえた研究

戦略の下、ライフ分野では「Ⅱ．ライフイノベーショ

ンを実現するための研究開発の推進」を第3期中期計画

の大分類として設定し、取り組むべき課題として、先

進的・総合的な創薬医療技術の開発、健康な生き方を

創出する技術の開発、生活安全のための技術開発を掲

げた。本研究部門は、第2期において蓄積されてきた研

究資源を礎に、人間生活における人体の健康維持管理

に関する研究開発を進める。本部門の研究理念は、「100

歳を健康に生きる」技術の開発であって、人間の健康

状態を計測・評価し、その活動を支援するため、先端

的なバイオ技術と材料・システム開発技術を融合し、

健康な生活の実現に寄与する技術を確立することであ

る。日常生活において自らの意志で生きがいを持って

生活するための健康維持管理に関する工学的研究を中

心に、本格研究に基づいた技術開発を進め、健康工学

研究領域の確立、並びに21世紀における新たな健康関

連産業創出に貢献することを目指す。 

 上記理念達成のため、大きく三つのミッションを設

定する。 

【ミッション１】研究開発 

 持続的で安心かつ豊かな生活の構築に貢献するため、

人間の身近な健康維持、向上に関する工学的研究に焦

点を絞り、以下の課題を推進する。 

1. 1. 疾病の発症を未然に予防できる先端的な疾患

予知診断技術の研究開発 

2. 2. 生活圏におけるリスク解析・除去技術の開発 

3. 3. 組織・細胞の機能を再生・代替できるデバイス

の開発 

4. 4. 細胞機能の計測、操作技術の開発 

5. 5. ヒト機能の高精度計測を基盤にした人間と適

合性の高い機器開発 

【ミッション２】地域との共同 

 健康関連産業の振興に資するため、産総研における

健康工学研究関連ユニットの連携体制構築の一翼を担

うとともに、地域の健康関連産業の活性化への貢献を

図る。 

【ミッション３】人材育成 

 理念達成のため、社会で活躍する産業技術人材の育

成を部門内のみならず広く産業界、大学から人材を受

け入れることによって推進する。 

 第一に着実な研究成果を生み出し社会へ迅速に普

及させるため、1) 人間生活における人体の健康維持

管理に関して、発症を予防する先端的な疾患予知診断

技術につながる各種疾病マーカーの探索及び疾患の

早期診断に役立てるためのナノバイオデバイス技術

の開発、2) 安全・安心な生活環境を創出する上で、

健康リスク因子を高度に検出する技術や削減、無害化

する技術の開発、3) ヒトの機能の科学的理解に基づ

いて、失われた機能の補完・代替技術や生活を快適に

する技術、4) 遺伝子、細胞、情報、ナノテクノロジ

ーなどの研究を統合し、健康・医療に関わる知的・技

術的基盤の形成と応用技術の創出、5) 人間の認知・

行動特性の科学的理解に基づき、高度情報化された生

活環境の中で少子高齢化を迎えた社会に暮らす人々

のためになる製品を生活に導入する技術開発、等を研

究開発の重点課題とする。 

 次に、本研究部門は四国・関西を中心とした西日本

に拠点を置き、地域の健康関連産業の活性化への貢献

を着実に推進することを任務とする。健康・医療は社

会全体に関わるものであり、従来型のものづくり産業

の考え方であった利便性や有効性に直接的に関わる
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技術だけでなく、無形であっても高度で多面的な価値

を持つ大きなシステムの創成が求められている。そこ

に関わる要素技術の開発が重要な課題であって、部門

や産総研単独ではなしえない。このような観点から、

四国・関西という地域性を十分考慮しながら、西日本

の「健康工学」の拠点として関連する公的研究機関は

もとより、より一層地域産業界との連携を強化する。 

 最後に、今後、人類社会にとって持続的社会の構築

に科学技術は必須であることは言うまでもなく、産総

研は真に地球レベルでの科学技術発展に資する人材

を育成し社会に送り出す役割を担っている。当部門に

おいてもその役割を着実に果たすことをミッション

とする。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

融合・連携推進予算「電気活性高分子アクチュエータを

用いた医療福祉機器実現のためのドイツ、フラウンホー

ファーIPA との国際連携研究」 

 

融合・連携推進予算 

マラリア超早期診断デバイスの製品化 

 

外部資金： 

公益財団法人鳥取県産業振興機構 

平成25年度石油製品需給適正化調査等委託費「石油精製

物質等の新たな化学物質規制に必要な国際先導的有害性

試験法の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研 

究成果 

最適展開支援プログラム フィージビリティスタディス 

テージ探索タイプ鶏卵バイオリアクター化を目指したニ 

ワトリ生殖巣キメラ率改善技術開発 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム フィージビリティスタ

ディステージシーズ顕在化タイプ 

高感度 in situ 蛍光イメージングのための細胞培養プラ

ズモニックディッシュの作製 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（さきがけ） 

光分解性バイモーダルナノパーティクルの開発と、がん

の可視化と治療への応用 

 

独立行政法人科学技術振興機構 JST復興促進センター

復興促進プログラム探索タイプ 

化学処理による放射性セシウム汚染土壌の除染・減容化

に関する研究 

 

国立大学法人名古屋大学 最先端研究開発支援プログラ

ム 

ナノピラー・ナノウォールによる1分子分離・解析技術の

開発 

 

一般財団法人大阪科学技術センター 戦略的基盤技術高

度化支援事業（再委託） 

グリーンプラスチックの超臨界二酸化炭素による連続発

泡成形技術の開発 

 

独立行政法人科学技術振興機構  

超高速リアルタイム PCR システムを用いた性感染症起

炎菌の高速（即日）診断 

 

公益財団法人京都高度技術研究所 戦略的基盤技術高度

化支援事業（再委託） 

世界市場を開拓する Sake・大吟醸生産システムの革新 

 

独立行政法人科学技術振興機構 

超高真空、低温チップ増強ラマン分光イメージング装置

の開発 

 
文部科学省 平成24年度科学技術戦略推進費補助金 

可搬型生物剤・化学剤検知用バイオセンサの開発 

 

財団等受託研究費 

マルチウェルプレート対応生細胞リアルタイム多色発光

測定装置の開発 

 

独立行政法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

BDNF 機能障害の分子病態の解明と難治化うつ病の診

断・治療法の開発 

 

一般財団法人食品薬品安全センター 平成24年度環境対

応技術開発等（高機能簡易型有害性評価手法の開発にお

ける培養細胞を用いた有害性評価法の OECD テストガ

イドライン化）「免疫毒性試験バリデーション」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構産業

技術研究助成事業 

ヒト型糖鎖を均一に有する組換え糖タンパク質を高効率

に生産する代替宿主としての酵母株の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究） 

側枝血管の確実な血流維持を可能とする脳動脈治療用カ

バーステント開発における孔設計 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

聴覚音声支援のための聴知覚特性の解明と信号処理開発 
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文部科学省 科学研究費補助金新学術領域研究（研究領

域提案型） 

分子間相互作用アニメーション構築支援ソフトウェアの

開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金新学術領域研究（研究領

域提案型） 

メダカの発生過程におけるリンパ管と神経の相互作用の

解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

アディポカイン迅速測定用マイクロチップの開発と糖尿

病早期診断への応用 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

酸化亜鉛コーティングプラズモニックチップを用いた高

感度イムノセンサーの研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

単一銀ナノ粒子と単一色素分子で構成された電磁気学的

強結合系の実証 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

カーボンナノチューブを用いた高分子アクチュエータの

高機能化 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

好塩、好アルカリ・ハロモナス菌による化成品原料生産

に向けた極限菌との代謝比較解析 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

抗マラリア薬スクリーニングを見据えた迅速マラリア原

虫検出手法の開発 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

色覚バリアフリー照明の設計に関するシミュレーション

の研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

因果推論が多感覚統合プロセスに及ぼす影響の検討 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

神経活動履歴に伴う受容体輸送制御における Rab エフ

ェクター分子の役割 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

血中循環がん細胞の検出を目指した細胞チップデバイス

の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

多孔質電極の熱力学 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

空中駆動可能なナノカーボン・高分子アクチュエータの

開発と応答メカニズム解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

光トラップ場の時空間構造の動的制御による3次元マイ

クロ操作の研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

共存微生物由来物質の摂取による海藻代謝変動の解明と

その水圏環境浄化への利用の研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

表面吸着因子の解析による生分解性材料の生分解性制御

に関する研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

生物発光共鳴エネルギー移動機構を利用した低分子化合

物の光イメージング法の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

“光励起”と“化学励起”を併用した生細胞蛍光観察技

術の構築と実証 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

バイオマス資源利用を目指した耐熱性キチン分解酵素の

反応メカニズム解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

外来遺伝子の安定発現を可能にするニワトリ遺伝子組み

換え技術の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究） 

ダウン症モデル Ts65Dn マウス中枢神経障害発症機序に

関わる酸化修飾蛋白質 

 

文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究） 

表面プラズモン増強効果を利用した細胞内分子マニピュ

レーション手法の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 A） 

脳磁界計測を用いた音環境の動的評価メカニズムの解明

に関する研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 A） 

集光レーザー摂動による神経細胞ネットワークダイナミ

クスの解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

マウス及びヒト iPS 細胞を用いた神経分化誘導での神経
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栄養因子 BDNF の機能解析 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

脂質酸化物を標的としたメタボリックシンドロームにお

ける抗酸化食品因子の機能評価 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

新規育種技術による糖鎖改変酵母を利用した糖鎖機能の

解析 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

抗癌剤の薬効評価のための癌微小環境を模倣した擬似癌

組織の構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

行動生理計測に基づく抑うつ状態評価改善技術の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

オンサイト遺伝子迅速検知用集積化マイクロチップの開

発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

二量化、クラスタ構成、および膜受容体細胞内輸送に関

する単一分子蛍光の研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

ナノチップによる巨大環状DNA1分子の実時間ダイナミ

クス解析 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

光の点滅が疲労に及ぼす影響の心理的・生理的評価 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

時計遺伝子発現変動と糖尿病性血管障害との相互関係の

解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究） 

細胞チップを用いた血中循環がん幹細胞の検出法の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金（特別研究員奨励費） 

蝸牛遅延を考慮した聴覚末梢系情報処理メカニズム解明

及び情報処理技術への応用 

 

文部科学省 科学研究費補助金（特別研究員奨励費） 

細胞機能を可視化する新奇な超分子ナノ材料の光創製  

 

文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究 研究

分担者） 

細菌膜蛋白質複合体の分子配列メカニズムに関する光

学・電子顕微鏡複合解析 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究(B) 研究分

担者 

西欧教会ならびにオペラ劇場の動学的音場解析とその比

較） 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究(B) 研究分

担者 

仮想触感提示技術によるヒト―モノ間のインタフェース

を対象とした多型性表現モデル 

 

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金（分担金） 

重症低ホスファターゼ症に対する骨髄移植併用同種間葉

系幹細胞移植に関する研究 

 

環境省 環境研究総合推進費「ハロモナス菌による木材

から3－ヒドロキシ酪酸等の生産技術開発に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 最先端・次世代研究開発

支援プログラム「骨導超音波知覚の解明に基づく最重度

難聴者用の新型補聴器の開発」 

 

発 表：誌上発表226件、口頭発表323件、その他36件 

--------------------------------------------------------------------------- 
生体ナノ計測研究グループ 

（Nano-bioanalysis Research Group） 
研究グループ長：脇田 慎一（兼務） 

（四国センター） 

概 要：  

 当研究グループでは、光を使って生体関連分子や細

胞をイメージングまたは微小場での微粒子操作や流体

制御を行うことを通して、疾病の予知・診断技術を開

発することを目指している。光としては、蛍光、ラマ

ン散乱やレイリー散乱など、また、光の圧力を利用す

る。 

蛍光を利用する場合は、量子ドットの蛍光イメージ

ング機能に、新たな機能を付与した新規機能性ナノ粒

子を合成し、がん細胞の検出する体内診断薬や光線治

療応用を目指した基盤技術を開発している。また、蛍

光性 DNA ポリメラーゼを用いた、1分子レベルでのシ

ークエンス技術を開発している。 

 ラマン散乱は、生体分子の識別能力が高いが、感度

が低い。そこで、金属ナノ粒子と併用した表面増強ラ

マン分光法の増強機構を解明することで特定の生体分

子の1分子検出を目指している。さらに、金属ナノ粒子

のプラズモン共鳴散乱現象を利用して、光退色しない

新たな1分子 DNA 高次構造解析法を開発している。 

 光の圧力を利用することで、多種類の細胞をソーテ

ィングし、回収再利用するマイクロ流体チップを開発

している。光の圧力を利用した微小なピンセットを用

いることで、細胞などを捕捉、移動させる三次元操作
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技術も開発している。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４ 

 

バイオデバイス研究グループ 

（Biodevice Research Group） 
研究グループ長：大家 利彦（兼務） 

（四国センター） 

概 要：  

 疾患の未病予知や健康状態を数値化可能なデバイス

の開発を目的として、各種精密微細加工技術、インク

ジェット法による抗体の固定化、及び紙基材を用いた

新規バイオデバイスの研究開発を行っている。具体的

には「極微量の血液から各種バイオマーカーを数分以

内で解析できるデバイス」や「オンサイトで遺伝子を

迅速検知できるデバイス」などが挙げられる。 

 平成25年度において、インクジェット法による抗体

固定化については、超短パルスレーザを用いた表面処

理条件を拡大し、低レーザ強度域での表面処理につい

て濡れ性ならびに抗体固定化性能の向上を確認した。

紙基材を用いた新規バイオデバイス開発では、紙と両

面テープを用いた測定チップについて、ワンステップ

でアディポネクチンを検出することに成功し、動物血

液における信号強度と濃度の良好な相関を確認した。

また、有効検出点数の拡大、各検出点の有効検出面積

の拡大、インクジェットヘッド状態の自動評価／メン

テナンス法の検討など単一マイクロ流路での複数マー

カー測定における実用性向上への取り組みを実施した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

健康リスク削減技術研究グループ 

（Health Hazards Reduction Research Group） 

研究グループ長：苑田 晃成 

（四国センター） 

概 要： 

 ヒトの健康を維持・管理する一つの方法は、身近な

生活環境中に存在する健康リスク要因を測定・除去・

無害化し、人体内でのそれらの相互作用を阻止するこ

とである。従って、水、大気等媒体中に存在する微量

でも有害な健康リスク要因となる物質（イオン、分子、

微生物等）を安全かつ効果的に除去・無害化する基盤

技術を化学的・物理的手法を用いて開発する。更に、

これらの技術と自然浄化機能を活用する生物学的手法

も統合した浄化システムを提案する。東日本大震災に

伴う福島原発事故を受け、放射性セシウム除去剤の検

討も行った。H25年度の主な成果は以下の通りである。 

1) アンモニウムイオン処理により模擬土壌からセシ

ウムを脱着・濃縮した。「ニオブ酸カルシウム型」新

規セシウム選択吸着剤を開発した。 

2) アニオン選択吸着剤を FET 型電極上に複合化し、

アニオン選択センサーを作成したが、性能向上に至

らなかった。 

3) にんにく、梅に含まれる機能性成分の共同分析を

開始した。ショウガの分析法プロトコルの改良を行

い、フォーラム標準分析法を公開した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

生体機能制御研究グループ 

（Biofunctional Regulation Research Group） 
研究グループ長：中島 芳浩 

（四国センター） 

概 要：  

 当研究グループは、生体リズムや免疫応答などの生

体メカニズムを、独自に開発した発光レポーター技術

を用いて可視化・解析するとともに、高機能化した有

用タンパク質、あるいは食品機能性因子により生体機

能を制御するための技術開発を行う。 

 具体的には、以下の3つの主要テーマを推進している。

①生物発光技術を活用した細胞機能の可視化・検出シ

ステムの開発と、セルベースアッセイシステム構築、

②ヒト型複合糖鎖を有するタンパク質医薬品生産のた

めの酵母の開発、③フラボノイド、糖脂質、ポリフェ

ノール等の食品機能性因子による炎症免疫抑制、糖尿

病発症予防効果の解析とスクリーニングシステムの構

築。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４ 

 

バイオマーカー解析研究グループ 

（Biomarker Analysis Research Group） 
研究グループ長：片岡 正俊 

（四国センター） 

概 要： 

 マイクロ化学チップを中心としたバイオナノデバイ

スを用いて、生活習慣病や感染症を対象に Point of 
Care Testingへの応用が可能なデバイス構築を行って

いる。糖尿病発症の主要因と考えられ内臓脂肪の蓄積

によるインスリン抵抗性に深く関与する各種アディポ

ネクチンのオンチップ定量検出系の構築を行っている。

マイクロメータ単位のマイクロチャンバーをアレイ状

に配列した細胞チップを用いたマラリア診断チップお

よび循環がん細胞診断チップを開発しており、マラリ

ア診断ではウガンダ共和国においてマラリア患者血液

を用いて、さらに循環がん細胞検出系の構築ではがん

患者血液を用いて高感度かつ正確な標的細胞の検出系

の構築を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

ストレスシグナル研究グループ 

（Stress Signal Research Group） 
研究グループ長：萩原 義久 

（関西センター池田） 
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概 要： 

 ストレスシグナル研究グループでは様々な環境に対

して生命が対応する中で表れる変化、すなわちストレ

スシグナルを研究対象とする。ストレスシグナルは複

雑、精緻な生命機能により発するものであり、その機

構の根源的理解に基づく工学的研究を展開するために

は、分子、細胞、個体レベルの実験を進めるとともに、

ストレスシグナルを計測し、さらにはこれを利用する

技術を開発する必要がある。当該グループには、ライ

フサイエンス実験技術及び材料、機器開発技術につい

ての高度な技術蓄積があり、これらの強みを複合的に

組み合わせ、ストレスシグナルについての本格研究を

展開する。その研究成果により健康な生活の実現に寄

与する健康工学研究領域の確立と新たな健康関連産業

創出に貢献することを目標とする。この目標に向かい、

H25年度は1）ストレスシグナルを指標とした健康状態

計測技術の開発として『イムノアッセイ用ディスク型

微小流体デバイスの実用化を目指した研究開発』『酸化

ストレスを指標とした精神疲労の客観的評価法の検討』

『酸化ストレスマーカーによる疾患早期診断技術の開

発』、2）バイオマーカー計測評価バイオチップの開発

として『微小流体制御による高速遺伝子検知用システ

ムの開発』、3）新規ナノ機能性材料のストレス研究分

野への応用として『アルパカ由来シングルドメイン抗

体作製及びその改良技術の開発』『細胞を利用したバイ

オアッセイシステムの開発』を中心に行った。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

５ 

 

人工細胞研究グループ 

（Artificial Cell Research Group） 
研究グループ長：安積 欣志 

（関西センター池田） 

概 要： 

 身体的ハンディを克服・支援する機器・技術等の開

発において、生物と同じ様な、環境変化に対する物性

変化をする特性をもち、しかもソフトで軽量な人工材

料（刺激応答材料）を開発することは重要である。こ

れらは、臓器、組織等の機能回復のためのリハビリテ

ーションデバイスの開発等で、また、介護ロボット、

手術デバイス等の支援機器の開発で、いずれも、人体

に直接接する機器、デバイスの開発において刺激応答

材料の役割があると考えられる。以上の視点に立ち、

外部環境の変化に自律的に応答する耐久性のある高分

子材料の創製を行うことにより、「人間の心身活動能力

を補い社会参画を支援するためのインターフェース等

の技術開発」を行うことを目標とする。具体的には、

これまでの我々の研究実績をふまえ、人工筋肉材料の

研究と、それをベースとした医療・福祉機器デバイス

の開発を進める。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

生体分子創製研究グループ 

（Biomolecule Design Research Group） 
研究グループ長：上垣 浩一 

（関西センター池田） 

概 要： 

 健康に資する技術開発を目指し“生体分子を知り、

操り、機能性材料を創製する”という視点から当グル

ープでは親水性、柔軟性、生分解性などを制御した高

分子バイオ材料の開発、極限微生物を用いた健康食品

や化成品原料の生産法の開発、健康創薬促進技術開発

に有用な蛋白質の物性・構造・機能の解明と改良等を

推進して健康産業、再生医療への展開を目標としてい

る。本年度は①バイオ材料への応用を目指したポリア

ミド4とそのコポリマーの in vivo 生分解性の評価。②

ポリアミド４の細胞毒性、生体安全性の評価。③好塩、

好アルカリ・ハロモナス菌を利用した3-ヒロドキシ酪

酸の生産。④抗酸化蛋白質、代謝系酵素の発現・物性・

構造・機能解析等の研究開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４ 

 

生体分光解析研究グループ 

（Spectroscopic Bioanalysis Research Group） 
研究グループ長：田和 圭子 

（関西センター池田） 

概 要： 

 健康な生き方を想定する技術の開発、生活安全のた

めの技術開発のために、健康向上に関する工学的研究

として、分光技術を用いた細胞・固体レベルの機能計

測、操作技術の開発を目指している。ナノレベルでの

計測・解析を行う疾患マーカータンパク質の高感度検

出技術の開発、細胞の蛍光顕微鏡観察における高感度

イメージング技術の開発、蛍光性ナノ粒子開発やそれ

を利用した細胞の毒性評価計測をはじめ、電子顕微鏡

を用いたタンパク質等のナノ構造の計測に取り組む一

方、ヒトへの照明光の影響解明に関する研究にも取り

組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

バイオインターフェース研究グループ 

（Biointerface Research Group） 
研究グループ長：小島 正己 

（関西センター池田） 

概 要：  

 うつ病を含む難治疾患に対する診断治療技術の開発

はバイオ産業の重要課題である。バイオインターフェ

ース研究グループはその生体情報が統御するバイオシ

ステムの解明と工学を越える新バイオ技術を開発し、

健康を身近にすべく技術開発を目指す。本研究グルー
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プは、低密度培養神経細胞や iPS 細胞、単一神経細胞・

単一シナプスの機能解析技術、レーザー操作技術など

の様々なバイオテクノロジーを有する。生物がもつ多

様性と共通の仕組みを意識しながら、研究は、疾患解

明、生物学的測定技術や有用蛋白質の産生システムの

開発などを挑戦的に行う。つまり、新しい知的情報処

理を提案する神経工学、組織再生工学に基づいた機能

再生技術、有用モデル脊椎動物の産業応用化、うつ病

をはじめとする疾患に対する迅速高感度診断チップの

作成などライフサイエンスの次世代技術の開発を推進

する。将来は、健康脳を目指した新しい脳科学技術の

開発と診断応用、新生物の創成によるより一層の創薬

研究への貢献、人口神経細胞など身体機能を代替する

新技術の開発などの実現が期待される。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３、テーマ題目

４ 

 

くらし情報工学研究グループ 

（Living Informatics Research Group） 
研究グループ長：達 吉郎 

（関西センター池田） 

概 要： 

 安全で安心できる健康的な生活を実現するためには、

不規則で多様化している生活そのものを理解して、生

活者の身体適応能力や知覚・認知能力を維持・改善す

る生活空間の創出、あるいは QOL を高めるための生

活サポート技術の開発が必要になっている。 

とくに、日常生活を対象に生活者の行動・生理応答

や知覚・認知応答を計測する技術の開発、得られた生

活情報から生活者の状態を評価・理解する技術の開発、

生活者の状態理解に基づいた人間に適したサポートを

提供する技術の開発と標準化を行う。 

 同時に、疾病等で低下した知覚・認知機能を高い精

度で計測・評価し、適切な診断や効果的なリハビリテ

ーションを実現することが重要である。そこで、人間

が持つ共通基盤的な特性であるヒトの五感（聴覚、視

覚、嗅覚、味覚、体性感覚）のみならず言語・記憶等

の高次機能に関わる機能メカニズムの解明を脳磁界計

測、脳波計測、VR を用いた心理物理実験などの非侵

襲的手法によって進めるとともに、脳機能の高度診断

技術・障害補償技術および快適環境設計技術の開発を

行う。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５ 

 

組織・再生工学研究グループ 

（Tissue Engineering Research Group） 
研究グループ長：弓場 俊輔 

（関西センター尼崎） 

概 要： 

 これまで実施した100症例もの臨床研究の中で有害

事象が全く認められなかった安全な間葉系幹細胞を用

いて、外部医療機関と「ヒト幹細胞臨床研究」を進め

ている。大学附属病院との連携で、小児遺伝性疾患に

対して幹細胞治療の顕著な有効性を確認しているが、

さらに患者数が多い疾患にもその適応を拡大しつつあ

る。一方、こうした再生医療用細胞を製造する施設と

して、従来のセルプロセッシングセンターに代替しう

る新規製造システムも企業と共同開発中である。その

他、薬物送達システムの開発にも繋がる、微絨毛等の

細胞表面微細構造の形態形成機構解明、そして、高分

解能 in vivo イメージングに適した新しい実験動物と

してメダカを利用して、リンパ管新生機構の解析も行

っている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

細胞分子機能研究グループ 

（Functional Biomolecular Research Group） 
研究グループ長：佐藤 孝明 

（関西センター尼崎、池田） 

概 要： 

 蛋白質は細胞の多彩な機能を支える最も重要な分子

であり、蛋白質の諸性質を明らかにすることは、細胞

を分子レベルで理解し、細胞機能計測・操作技術をボ

トムアップ的に構築する上で極めて重要である。そこ

で「健康長寿の達成と質の高い生活の実現」に必要と

思われる細胞機能の分子論的理解を蛋白質の立体構造

－分子機能相関の解明によって促進し、その仕組みに

基づく新しい細胞機能計測・操作技術、細胞利用技術

の開発を、新規発光・蛍光プローブ開発、機能発現系

構築・センサ化、モデル動物作出、分子動態モデル化

などについて推進する。また、内外との連携による研

究加速を図る。本年度は、1) キチン二糖を基質とする

古細菌デアセチラーゼの結晶構造と古細菌キチナーゼ

の結合ドメイン BD1の溶液構造の決定、2) 固層化

BAF 法を用いた新規プロテアーゼ活性分析法の迅速

化と高感度化の達成、3) ファージライブラリーを用い

た DNA メチル化を検出する発光プローブの開発、4) 

脊椎損傷モデル（組換え）メダカの回復過程の未分化

細胞分布の解析と遊泳軌跡定量化実験系の確立および

交配相手の嗜好性に視覚記憶が与える影響の解明、5) 

嗅覚センサ用の1種の嗅覚受容体安定発現細胞の作製

と応答感度の確認および受容体・G 蛋白質相互作用部

位の解析のための変異体作製と応答評価および膀胱が

ん摘除前後の尿臭変化などのマウス匂い検知・識別能

データの収集、6）電顕単粒子解析法での新規傾斜解析

手法の検討、7）正確なプロモーター活性測定が可能な

好熱菌アッセイ系の構築を行った。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］バイオマーカーの機能解析・同定とそ
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の検知デバイス技術開発 

［研究代表者］脇田 慎一（総括研究主幹） 

［研究担当者］生体ナノ計測研究グループ 

 脇田 慎一（兼務）、大槻 荘一（兼務）、

田中 芳夫、Biju Vasudevan Pillai、平

野 研、伊藤 民武 

（常勤職員6名、他3名） 

バイオデバイス研究グループ 

大家 利彦（兼務）、田中 正人、 

渕脇 雄介 
（常勤職員3名、他2名） 

ストレスシグナル研究グループ 

萩原 義久、永井 秀典、山添 泰宗、

出口 友則、七里 元督、赤澤 陽子 

（常勤職員6名、他7名） 

バイオマーカー解析研究グループ 

片岡 正俊、八代 聖基、山村 昌平 

（常勤職員3名、他3名） 

バイオインターフェース研究グループ 

小島 正己、清末 和之、大石 勲、細

川 千絵、北畠 真子 

（常勤職員5名、他5名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

健康状態や未病状態を科学的に評価することが可能な

バイオマーカーを生体における機能を解明することによ

って同定する。さらにそれらのマーカーや既存のマーカ

ーを迅速、簡便に測定することが可能なデバイスの開発

を行う。 

1) マルチマーカー候補の選定と産総研ベストチッ

プ・検出システムの開発 

 脂質酸化ストレスマーカー、アディポカイン等の独

自のバイオマーカー群が糖尿病の早期診断に有用で

あるか、68例の経口糖負荷臨床試験データの統計解析

結果、有望な早期診断マルチマーカー候補が得られた。

さらに、産総研技術を集約した産総研ベストチップの

産業技術化を着実に進めた。 

2) 酸化ストレスバイオマーカーの探索・解析・評価・

検証 

 ストレス負荷時に増加するアラキドン酸由来脂質

酸化物の投与によって、ストレス応答性のホルモンに

変動がみられることを明らかとした。酸化 DJ-1のパ

ーキンソン病診断での有用性の検証に関しては被験

者数をさらに増やして検討を行い、その再現性を確認

した。 

3) 唾液ストレス計測デバイスの産業技術化と唾液マー

カー候補の実証研究 

 遠心力送液型ラボ CD の産業技術化を着実に進め、

ポータブル蛍光分析装置のプロト装置を開発し、共同

研究は成功裏に終了した。超小型 FET センサによる

電子体温計型プロトチェッカを試作し、大型操船シミ

ュレータを利用した緊張ストレス被験者実証研究を着

実に進め、全唾液試料採取法を検討した結果、採取時

間とリスクの観点からスプーン法を開発した。 

4) 脳疾患関連バイオマーカーの同定と機序解明 

 産総研が開発したうつ病バイオマーカー抗体と測

定条件を確立し、診断機器およびその診断試薬キット

のプロトタイプ開発を行った。さらに、消化器内科と

の共同研究により、治療予後のうつ病発症を血液検査

できる可能性を得た。 

5) 表面増強ラマン散乱（SERS）等を用いた単一分子

検出技術 

 表面増強ラマン散乱（SERS）は、金属粒子表面の

分子を単一レベルで非標識検出・同定できる手法であ

る。しかし、スペクトル形状や強度が不安定なことが、

実用化や汎用化の妨げになっている。そこで理論計算

と実験の比較によって、金プラズモン共鳴と分子分極

との電磁相互作用の時間・空間揺らぎにあることを定

量的に明らかにした。一方で、DNA 分子に銀ナノ粒

子を光還元合成することによって水中でブラウン運

動する単一 DNA 分子の可視化に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオマーカー、酸化ストレスマーカー、

表面増強ラマン散乱、1分子シーケンス、

マイクロ流体デバイス、バイオセンサー 

 

［テーマ題目２］健康リスク計測・評価とリスクモニタ

リング技術の開発 

［研究代表者］吉田 康一（研究部門長） 

［研究担当者］健康リスク削減技術研究グループ 

苑田 晃成、小比賀 秀樹、垣田 浩孝、

槇田 洋二（常勤職員4名、他4名） 

バイオマーカー解析研究グループ 

片岡 正俊、八代 聖基、山村 昌平 

（常勤職員3名、他3名） 

バイオデバイス研究グループ 

大家 利彦（兼務）、田中 正人、 

渕脇 雄介（常勤職員3名、他2名） 

ストレスシグナル研究グループ 

萩原 義久、永井 秀典、山添 泰宗、

出口 友則、七里 元督、赤澤 陽子 

（常勤職員6名、他7名） 

生体機能制御研究グループ 

中島 芳浩、安部 博子、室冨 和俊、

安永 茉由（常勤職員4名、他3名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 身体内部あるいは環境に存在する健康阻害因子を高精

度に計測・評価し、因子そのもの、あるいは健康への影

響を効果的に低減するための技術を開発する。 
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1) 過塩素酸イオン選択性捕捉剤 

 過塩素酸イオンに対して高い選択性を示した塩化ヘ

キサデシルピリジニウム（CPC）担持モンモリロナイ

トを用いて、水道水に過塩素酸イオンを添加した模擬

水道水から、どの程度まで過塩素酸イオンを低減でき

るかをカラムクロマトグラフィー法で評価した。使用

した捕捉剤体積の約5,000倍まで、0.500ppm の過塩素

酸イオン濃度を0.025ppm（厚労省で検討中の目標濃

度）以下に低減できることを明らかにした。 

 また、過塩素酸イオンと同濃度の臭素酸イオンも添

加した模擬水道水について、同様に評価した。CPC 担

持モンモリロナイトの陰イオン選択性は F- < SO4
2- < 

BrO3
- < NO3

- < Br- < ClO4
-の順となった。模擬水道

水中の臭素酸イオンは、硫酸イオンや硝酸イオン濃度

に比べて明らかに低いにもかかわらず、比較的高い選

択性を示した。しかしながら、CPC 担持モンモリロナ

イトは、過塩素酸イオンおよび臭素酸イオンの同時除

去用捕捉剤としては適していないことがわかった。 

 カラム実験は1時間当たり捕捉剤体積の5倍及び15倍

の流速で行ったところ、過塩素酸イオンの破過点はい

ずれも使用した捕捉剤体積の約5,000倍となり、流速の

影響はほとんど見られなかった。 

2) セシウムイオン選択性捕捉剤 

 新規なニオブ酸系の無機イオン交換体を合成し、ア

ルカリ金属イオンに対する分配係数を調べた結果、セ

シウムイオンに対して高い選択性を確認できた。1mM
濃度のアルカリ金属塩の混合溶液系におけるセシウム

の分配係数は、他のイオンの分配係数よりも15倍以上

高く、特に夾雑イオンとして最も考慮すべきナトリウ

ムおよびカリウムイオンの分配係数に対して約60倍高

い値を示した。 

3) 食品中の機能性成分標準分析法 

 にんにく粉末中のアリイン分析に関する室間共同分

析および梅肉粉末のポリフェノール量分析に関する室

間共同分析を開始し、各分析室の分析値を集計した。 

 ショウガ粉末の6-ジンゲロール分析法については、

分析方法プロトコル改良を行い、フォーラム標準分析

法を食品分析フォーラムのホームページ上に公開した。 

4) 生活環境水中のイオン一斉分離計測デバイスの研究

開発現場で無機イオンを迅速に定量することを目的に、

非接触型電気伝導度検出（C4D）センサを採用した可

搬型キャピラリー電気泳動システムを開発した。 

 泳動条件の検討を行ったところ、約90秒で6種類の無

機陰イオンの一斉分離を達成し、良好な定量性を確認

した。実河川水に応用した結果、公定法であるイオン

クロマトグラフィーと遜色ない定量結果を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］健康リスク削減、過塩素酸イオン選択性

捕捉剤、セシウムイオン選択性捕捉剤、

機能性成分標準分析法 

［テーマ題目３］組織・細胞の機能の再生・代替技術の

開発 

［研究代表者］大家利彦（副研究部門長） 

［研究担当者］弓場 俊輔、立花 宏一、出口 友則 

（常勤職員3名、他4名） 

人工細胞研究グループ 

安積 欣志、清原 健司、杉野 卓司、

寺澤 直弘、中村 真里 

（常勤職員5名、他3名） 

生体分子創製研究グループ 

上垣 浩一、中村 努、中山 敦好、 

山野 尚子、川崎 典起 

（常勤職員5名、他4名） 

バイオインターフェース研究グループ 

小島 正己、清末 和之、細川 千絵、

北畠 真子、大石 勲 

（常勤職員6名、他8名） 

くらし情報工学研究グループ 

達 吉郎（兼務）、中川 誠司、 

渡邊 洋、吉野 公三、添田 喜治 

（常勤職員5名、他12名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療の早期実用化を目指して、細胞の分化誘導技

術や組織形成技術を、神経組織の光治療に向け、細胞機

能再生用レーザー光技術を開発する。また、筋肉の機能

を代替可能なデバイスの実現に向けて高分子アクチュエ

ータの高性能化を推進する。 

1) 再生医療支援技術 

低フォスファターゼ症に対する臨床研究に並行して、

患者数の多い末梢動脈疾患のうち重症例に対して、間

葉系幹細胞移植の臨床研究を開始した。患者下肢に自

家間葉系幹細胞を移植した症例数は1例のみであるが、

これまでのところ有害事象は認められていない。これ

まで大学附属病院等の高度医療中核拠点と連携してき

たが、本研究においては、再生医療のさらなる普及を

目指し、市中一般病院と連携した。また、新規再生医

療用細胞製造システムとして、従来の製品が抱える問

題点を解決する再生医療用アイソレータの試作機を完

成させた。 

2) 細胞機能再生用レーザー光技術の開発 

 集光レーザーを用いた神経細胞の局所操作手法とし

て、光ピンセットにより神経細胞内シナプス小胞群や

細胞接着分子の運動が束縛される機構について解明し、

シナプス小胞群の放出過程を抑制できることを明らか

にした。また、二つのレーザーを集光することにより、

量子ドットで標識した細胞接着分子が効率よく光捕捉

されることを明らかにし、新たな分子操作技術への応

用を見出した。さらに、集光フェムト秒レーザーを用

いた単一神経細胞の刺激手法を応用し、神経回路網の
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結合特性を可視化する実験系を構築した。 

3) 高分子アクチュエータの高性能化 

 昨年度、見出した電荷移動錯体添加によるアクチュ

エータの DC 電圧による耐久性の向上について、

TCNQ の効果が最も大きいことがわかった。また、電

極組成においてもカーボンナノチューブにポリアニリ

ン導電性微粒子を添加した系に TCNQ を加えると、さ

らに効果的であることが分かった。さらに、産総研の

ナノチューブであるスーパーグロースカーボンナノチ

ューブの効果的な分散法を開発しアクチュエータに活

用することに成功した。このアクチュエータにおいて

も上記の効果が確かめられた。現時点で10万回駆動し

ても変位量が10%しか減らない繰り返し耐久性、3時間

にわたって変位状態をほぼ一定に保てる変位保持性を

もつ高性能なナノカーボン高分子アクチュエータを開

発しており、多数の新聞報道があった。高分子アクチ

ュエータの駆動モデルの確立については、異なるイオ

ン径からなるイオン、および複数種のイオンについて、

細孔電極についての電圧を加えた際の電気応力発生関

する、モンテカルロシミュレーションによる分子シミ

ュレーション実験を行った。その結果、応力発生のメ

カニズム、電圧への依存性が明らかとなった。また、

媒体の誘電率等の影響についても示すことができた。 

4) トランスジェニックニワトリ 

 生殖巣キメラニワトリの解析として、600羽規模の後

代検定を実施した。この検定で現行の組換え始原生殖

細胞による個体樹立可能性について検討を行い、組換

え後代樹立に向けたキメラ率改善の必要性を明らかに

した。また、ニワトリ始原生殖細胞を用いた遺伝子編

集技術の開発を行った。標的遺伝子を部分欠損する細

胞株4系統を作成し、組換え技術に依存しないニワトリ

遺伝子操作技術開発に向けた端緒を得ることができた。 

5) 高分子アクチュエータの高性能化 

 カーボンファイバー柔軟性電極からなるアクチュエ

ータの実用化研究を企業と共同で進めた。変形量、変

形速度、発生力のアクチュエータ性能を向上させる為、

産総研で開発されたスーパーグロースカーボンナノチ

ューブを用い、ポリマー、イオン液体との分散技術を

確立した。また、各種、導電微粒子と電荷移動錯体を

電極層に添加することで、アクチュエータの実用的課

題である DC 通電時の長期耐久性、および、交流電圧

印加時の繰り返し耐久性について、実用レベルの性能

を実現し、プレス発表を行った。 

6) 高分子アクチュエータの駆動モデルの確立 

 高分子アクチュエータのナノカーボン柔軟性電極モ

デルであるイオン存在下多孔性電極のモンテカルロシ

ミュレーションの研究を進め、電圧印加時における多

孔性電極のミクロな応力発生と、孔径とイオン径の関

係における詳細な解析を進め、複雑なアクチュエータ

変形挙動の説明を可能とした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療、iPS 細胞、脳機能改善・治療、

レーザー治療、高分子アクチュエータ 

 

［テーマ題目４］細胞機能計測・操作技術の開発 

［研究代表者］茂里 康（総括研究主幹） 

［研究担当者］生体分光解析研究グループ 

田和 圭子、川崎 一則、 

安藤 昌儀、田村 繁治 

（常勤職員4名、他2名） 

細胞分子機能研究グループ 

佐藤 孝明、藤田 篤、上野 豊、 

川﨑 隆史、星野 英人、峯 昇平、 

呉 純（常勤職員7名、他3名） 

生体分子創製研究グループ 

上垣 浩一、中村 努、中山 敦好、 

山野 尚子、川崎 典起、河田 悦和 

（常勤職員6名、他7名） 

バイオインターフェース研究グループ 

小島 正己、清末 和之、細川 千絵、

北畠 真子、大石 勲 

（常勤職員5名、他5名） 

生体ナノ計測研究グループ 

脇田 慎一（兼務）、大槻 荘一（兼務）、

田中 芳夫、平野 研、 

Biju Vasudevan Pillai、伊藤 民武 

（常勤職員6名、他3名） 

生体機能制御研究グループ 

中島 芳浩、安部 博子、室冨 和、安

永 茉由（常勤職員4名、他3名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 遺伝子、細胞、情報、ナノテクノロジーなどの研究を

統合し、健康・医療に関わる知的・技術基盤の形成と応

用技術の創出を目指す。 

1) 産業利用を目指した有用蛋白質の構造機能解析 

 細胞機能の産業利用を目指し、超耐熱性酵素利用法

の研究、超好熱性細菌のタンパク質をモデルとして、

細胞の応答性を変化させる抗酸化機能を担う蛋白質の

研究を実施している。また蛋白質の機能解析や構造解

析を目指した、蛋白質高発現系の開発を実施している。 

2) バイオマーカーとしての新規光生体プローブの探索

と検知システムの開発 

 個体・組織・細胞において数時間から数週間までマ

ーカー分子の動態をリアルタイムで検知できる光生体

プローブと検知システムに関する開発を進めるととも

に、マーカー分子の定量化に必要な体外での簡易測定

デバイスの構築を行っている。また高精度な細胞情報

可視化のためのレポーターアッセイ系の開発と、これ

らを利用したセルベースアッセイ系の開発を実施した。 
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3) 新規量子ドットの開発と表面プラズモン励起増強蛍

光法 

 ナノテクノロジーや材料合成技術と融合した独自性

の高い生体分子の計測・解析技術の開発やバイオマー

カーや生体分子のメカニズム解明において、細胞内で

の各分子の挙動の検出のための分子認識プローブの開

発を行っており、分子イメージング技術への展開を図

っている。特に、表面プラズモン共鳴場を基にした増

強蛍光チップの開発や、光分解性バイモーダルナノパ

ーティクル等の開発を行っている。 

4) ヒト型複合糖鎖を有するバイオ医薬品生産のための

酵母の開発 

 代替宿主を利用するバイオ医薬品の生産において、

糖鎖をヒト型に変換する過程がボトルネックとなって

いる。そこで糖転移酵素、マンノシダーゼ等を順次発

現した出芽酵母株の確立を目指し研究開発を行ってい

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオマーカー、高発光型プローブ、多

色発光マウス、ナノテクノロジー、バイ

オマス、量子ドット、表面プラズモン共

鳴 

 

［テーマ題目５］ヒト生理機能解析技術の開発 

［研究代表者］達 吉郎（副研究部門長） 

［研究担当者］くらし情報工学研究グループ 

達 吉郎（兼務）、中川 誠司、 

渡邊 洋、吉野 公三、添田 喜治、 

梅村 浩之、岩木 直（兼務） 

（常勤職員7名、他12名） 

細胞分子機能研究グループ 

佐藤 孝明、藤田 篤、上野 豊、 

川﨑 隆史、星野 英人、峯 昇平、 

呉 純、廣野 順三（兼務） 

（常勤職員8名、他5名） 

ストレスシグナル研究グループ 

萩原 義久、永井 秀典、山添 泰宗、

出口 友則、七里 元督、赤澤 陽子 

（常勤職員6名、他7名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 非侵襲脳機能・生理機能計測技術を基盤に、高次脳機

能障害の高度診断技術と聴覚機能障害の補償技術、高臨

場感・快適環境の設計技術および日常健康モニタ技術を

開発する。 

1) 高精度な非侵襲脳機能可視化技術の開発とヒト高次

脳機能可視化への応用 

 MEG と fMRI を組み合わせた高精度な脳活動可視

化および脳領域間の相互作用解析技術を用いて、三次

元物体認知に関して、三次元知覚を生じる条件と生じ

ない条件との間の脳活動分布における統計的有意差を

明らかにできることを示した。 
2) 日常生活中の生理計測技術の開発 

 空腹時バイオマーカーの濃度を用いて、インスリン

抵抗性と耐糖能の正常／異常を100%の精度で判別で

きる数理モデルを構築した。REM 睡眠時行動障害の

指標となる相動的筋活動を定量評価する方法を改良し

た（感度88%、特異度85%）。 

3) 映像の生体安全性 

 映像の生体安全性に関する ISO 規格制定および、立

体映像の視覚疲労要因を明らかにする基礎実験データ

の収集を行った。ISO 業務については光感受性発作の

規格に関して2nd DIS 投票、3D 視覚疲労の規格は DIS
投票が開始された。 

4) 聴覚機能の神経基盤解明 

 骨導超音波知覚の頭部内伝搬および末梢メカニズム

を説明する機能モデルを構築し、複雑な知覚現象の理

論的説明に成功。骨伝導技術を応用したスマートフォ

ンやマイクロホンの開発に取り組み、聴取特性の解明

と伝音性難聴者への補聴効果を検証した。また、音波

形の包絡と脳磁界反応の相関を評価することにより、

わかりやすいサイン音を推定できる可能性を見いだし

た。音波形の相関解析により、読経の種類を分類でき

ることが判明した。 

5) 疾病診断用嗅覚センサの開発 

 1種の嗅覚受容体の安定機能発現株を改良し、一過性

発現系に近い匂い応答感度が得られた。動物行動実験

では、膀胱がん摘除前後の尿臭変化などのマウス匂い

検知・識別能データの収集を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］非侵襲脳機能可視化技術、骨導超音波、

日常生活での生理・心理計測、映像の生

体安全性、嗅覚代替センサ、生理機能モ

デル 

 

⑦【生物プロセス研究部門】 

（Bioproduction Research Institute） 
（存続期間：2010.4～） 

 

研究部門長：鎌形 洋一 

副研究部門長：湯本 勳 

副研究部門長：扇谷 悟 

主幹研究員：町田 雅之  

主幹研究員：花田 智 

 

所在地：北海道センター、つくば中央第4、 

    つくば中央第6 

人 員：67名（67名） 

経 費：1,026,276千円（526,485千円） 
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概 要： 

１．ミッション 

 バイオプロセスによる高効率な物質生産を目指し

た基礎的・基盤的研究から実用化研究に至るまでの

一貫した研究を行い、化石燃料代替物質、化成品原

料、医薬化学品、有用タンパク質、生物資材など、

物質循環型社会の実現ならびに高品位な物質生産技

術の開発に貢献する。当該目的を達成するために(1) 

微生物・各種生物遺伝子資源の探索ならびに探索技

術の開発、(2) 遺伝子情報を高速で解析し、有用遺

伝子を in silico で探索する技術の開発、(3) 各種ゲ

ノム・生体分子情報をもとに遺伝子組み換え植物・

微生物・動物などによる有用物質生産技術の開発、

(4) タンパク質・核酸・生体関連化学物質材料など

の開発に取り組む。また新部門は北海道センターと

つくばセンターにまたがる部門であり、北海道セン

ターにおいては、多様な地域連携を行いつつ、特に

次世代アグリバイオテクノロジー研究拠点として地

域貢献を果たして行く。 

２．研究の概要 

1) 医薬品生産のための産総研植物工場と植物の

遺伝子組換え技術開発（イヌインターフェロン α
を発現する遺伝子組換えイチゴ）を融合し、企業

と共同で組換え植物体を原薬とする動物薬の世界

初の承認を取得。H26年春から上市。 

2) ダイズの害虫として知られるホソヘリカメム

シの腸内共生細菌が、共生時にポリヒドロキシア

ルカン酸（PHA）を細胞内に蓄積すること、その

蓄積が共生の維持に必須であることを発見した。

PHA はバイオプラスチックとして注目されており、

害虫と微生物との共生における予想外の役割が解

明された。 

3) ゲノム塩基配列と遺伝子の発現情報から、新規

低分子化合物の生合成遺伝子を迅速・正確に予測

する技術を開発。医薬リード等の生理活性物質の

探索と生産に関して、新規生合成メカニズムを持

つ遺伝子の迅速な探索に道を開いた。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「青年期アスペルガー

症候群の社会的認知と社会不適応状況のテキストマイ

ニング分析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「トランスクリプトー

ムとエネルギー代謝から紐解くマングローブの生態ニ

ッチ決定機構」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「マツノマダラカミキ

リのゲノム上に存在する共生細菌由来遺伝子群の機能

解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「最も難治性である膵

胆管系癌の早期質的診断ならびに進展度診断のシステ

ム構築」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「花弁におけるクロロ

フィル代謝制御機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「非天然分岐型糖鎖含

有デタージェントライブラリの構築と膜蛋白質の可溶

化」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「複合適応形質進化の

遺伝子基盤解明」 
 
・文部科学省 科学研究費補助金「共生細菌による宿主

昆虫の体色変化：隠蔽色に関わる共生の分子基盤の解

明」 
 

・文部科学省 科学研究費補助金「共生成立の分子基盤

を解く：昆虫－細菌共生系における大規模 RNAi スク

リーニング」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「翻訳システム改変に

よる人工細胞創成」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「生合成マシナリー構

築に向けたロドコッカス属細菌の宿主最適化と遺伝子

ツールの拡充」 

・文部科学省 科学研究費補助金「昆虫―大腸菌人工共

生系による共生進化および分子機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「深部地下圏を模擬し

た高圧条件下における生物的メタン生成過程の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「高グリコシル化タン

パク質ムチンに関する革新的分析法 SMME の高度化

研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「超強力細胞保護ペプ

チド CPP の機能と応用技術に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「メタゲノム遺伝子の

網羅的発現を目指した大腸菌宿主の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「細胞情報伝達に関わ

る蛋白質活性を可視化する発光プローブ分子の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「持続型アンチ miRNA
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創薬の開発と心疾患治療薬への展開」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「C 型肝炎ウイルス糖

ペプチドを用いた中和抗体作製と、新規診断技術への

応用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「インジゴ還元槽中の

微生物叢の機能解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「GPI アンカー型タン

パク質の最終目的地を決定するメカニズム」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「宿主昆虫‐共生細菌

間相互作用の分子機構の解明とその利用基盤技術の開

発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「植物細胞壁の酵素分

解におけるキシログルカン分解酵素の作用機構の解明

と利用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「電気化学顕微鏡を用

いた心筋細胞解析技術の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「次世代シーケンシン

グ技術を利用したアブラムシ社会の分子基盤および進

化に関する研究」 

 

・部科学省 科学研究費補助金「高効率・高感度な薬物

代謝マルチアッセイシステムの開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「斬新な機能を有する

と予測される、ガラクトシクロデキストリンの合成と

利用研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「rRNA の置換変異に

よるリボソーム可塑性の研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「海洋性油糧微生物由

来のドコサペンタエン酸合成系を導入した出芽酵母の

創製」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「DNA による効率的

多酵素反応場の構築と一細胞測定用電極への展開」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「高機能型新規バイオ

ミネラル結合タンパク質の開発に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「放線菌における系統

分類と生産物質のデータベース化と新規生産株の簡易

検出法の開発」 

・文部科学省 科学研究費補助金「植物発現組換えタン

パク質の安定的蓄積に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「人工キメラリプレッ

サーによる汎用的な新規植物ジーンサイレンシング技

術の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「多様な温室効果ガス

の大気圏からの消費に植物圏微生物が果たす新規生態

系機能の発見」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「ハイブリッドゲノム

を用いた難培養細菌ファイトプラズマの培養系の確立」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「陸域地下圏のメタン

フラックスに関与する未知アーキア系統群の発見と新

生物機能の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「合掌造り家屋床下の

焔硝生産遺構に生息する新規微生物が有する未知硝化

経路の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「トンボの体色変化・

体色多型の分子基盤の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「特異な環構造と強力

な殺虫活性を有するインドールジテルペン類の全合成

と構造活性相関」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「糖尿病の改善効果を

評価するための新規指標物質の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「真菌類における二次

代謝産物を多く産生するテンプレート培養条件の設計」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「モデル微生物共生系

を用いた酢酸分解メタン生成機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「微生物－昆虫間クロ

ストークの解析による昆虫の適応度上昇メカニズムの

全容解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「作物全般に適用可能

な分岐・矯性化・分化能を制御する転写因子の単離と

その利用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「昆虫共生細菌による

宿主性比操作メカニズムの解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「植物におけるアルミ
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ニウムおよび酸性ストレス感受性を制御する因子の同

定」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「共生系の季節適応：

昆虫－微生物における共進化機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「適応放散における進

化－生態フィードバックの寄与：微生物モデル系によ

る実験的解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「微生物細胞集団にお

ける不均一性メカニズムのゲノムワイド解析手法の確

立」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「植物ウィルス感染応

答制御に関する転写因子の研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「利他行動」を制御す

る新規化合物の探索とその作用機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「二次代謝産物生産に

適した糸状菌遺伝子発現システムの開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「遺伝子組換えと同等

の形質を植物に付与する化合物開発システムの構築」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「植物における転写因

子複合体を形成する因子の網羅的な解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「担持型酸化触媒によ

る臭素系難燃剤の分解に及ぼす腐植物質の影響」 

 

・経済産業省  日米エネルギー環境技術研究・標準化協

力事業「脂肪酸など環境低負荷を目的とした炭化水素

系化合物の生産技術の開発に関する研究」 

 

・NEDO「電気的酵素反応駆動による高効率な物質生産

技術の開発」 
 
・独立行政法人医薬基盤研究所「プロサポシンまたはサ

ポシンBによるファブリー病に対する酵素増強薬の開

発」 
 
・独立行政法人科学技術振興機構「ゼロから創製する新

しい木質の開発」 

 

・独立行政法人科学技術振興機構「水生根圏微生物の培

養技術開発と根圏微生物ライブラリーの構築」 

 

・独立行政法人科学技術振興機構「分子マトリクス電気

泳動を活用した高性能 POCT デバイスの創出」 

 

・独立行政法人科学技術振興機構「グライコシンターゼ

の安定性向上のための改良」 
 

・農研機構生物系特定産業技術研究支援センター「共生

細菌によるカメムシ類の農薬抵抗性獲得機構の解明」 

 

・農研機構生物系特定産業技術研究支援センター「CPP3
の低温下における生殖細胞保護メカニズムの解明と高

純度大量生産法の確立」 

 

・日本学術振興協会「遺伝子転写制御機構の改変による

環境変動適応型スーパー植物の開発」 

 

発 表：誌上発表158件、口頭発表305件、その他30件 

--------------------------------------------------------------------------- 
植物分子工学研究グループ 

（Plant Molecular Technology Research Group） 
研究グループ長：松村 健 

（北海道センター） 

概 要： 

 植物の遺伝子組換え技術を利用して、有用物質、特

に哺乳類の医薬品原材料を主に植物で高発現・高生産

可能な技術開発とこれと並行して医薬品原材料生産遺

伝子組換え植物を密閉、かつ完全な人工環境下で栽

培・育成から製剤化までの一貫した工程を実施可能な

植物工場システムの確立を目標に研究を進めている。 

 遺伝子組換え植物での創薬という新しい研究開発分

野において、当グループが推し進めている密閉型遺伝

子組換え植物工場を生産工程として活用したイヌイン

ターフェロン発現遺伝子組換えイチゴを原薬とするイ

ヌ歯肉炎軽減剤が世界初の承認を得るに至った。さら

に、これまでの医薬品生産植物工場のノウハウを活用

し、地域自治体、経済界、民間との共同で新たな物質

生産目的植物工場を設計・開発、生薬植物類の人工環

境下での栽培技術開発を行っている。現在、アルツハ

イマーワクチンダイズ、ブタ下痢症ワクチンイチゴの

研究を進めており、完全人工環境下においてダイズの

水耕栽培技術確立に成功した。また、新たな植物への

遺伝子導入方法として、アグロバクテリウムとキュウ

リモザイクウイルスベクターを融合させた一過性遺伝

子高発現系の改良に成功した。 

研究テーマ：1.閉鎖型植物生産施設に適した有用物質

生産基盤植物の開発研究 

2.植物ウイルスベクターの開発 

3.薬用植物の人工環境植物工場での水耕

栽培技術開発 

 
分子生物工学研究グループ 
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（Molecular and Biological Technology Research 
 Group） 
研究グループ長：森田 直樹 

（北海道センター） 

概 要： 

 当研究グループは、有用タンパク質・有用脂質・有

用糖質の新しい生産・利用システムの開発において、

従来よりも優れた技術を開発し、最終的に産業応用に

貢献することを目標としている。 
 分子イメージング技術の開発では、ウミホタル由来

の分泌型ルシフェラーゼ（Cluc）とホタル由来ルシフ

ェラーゼ（Fluc）を共に安定発現している腫瘍細胞株

を確立した。この分泌型 Cluc は細胞内で産生された

後、細胞外に放出されることが解っており、この性質

が非侵襲的な診断・治療に向けた大きなメリットにな

ると考えている。Cluc を発現する腫瘍細胞をマウスに

移植するモデル実験を用いて、腫瘍細胞進展と腫瘍細

胞から血液中に分泌される Cluc 活性との相関につい

て評価を行った。その結果、腫瘍の増大に比例して血

中 Cluc 発光強度が強くなることが解った。したがっ

て、僅かな血液試料を用いて非侵襲的かつ経時的に腫

瘍進展を観察できる可能性が示された。 
 真核微生物におけるタンパク質発現系の研究では、

出芽酵母において、FMDV 2A region を用いたポリシ

ストロニックな発現システムの確立を目指している。

構築した3つの脂肪酸不飽和化酵素遺伝子を連結した

発現プラスミドを有する遺伝子組換え酵母の脂肪酸の

同定を行ったが、中間産物と思われる高度不飽和脂肪

酸は同定できたが、目的の高度不飽和脂肪酸は同定で

きなかった。 
 糖脂質の機能解明では、糖脂質の発現状態を変換す

ることにより細胞内シグナルを制御できることを見出

した。現在このメカニズムについての研究を行ってい

る。 
 糖鎖の簡易解析手法の開発では、転移性ガンに特異

的な糖鎖抗原（Sialyl-LewisX）の検出抗体を作製した。

また、幹細胞特異的な糖鎖抗原（SSEA-1）ついて抗

体誘導の条件を確立した。病態特異的な糖鎖発現制御

機構の解析では、糖尿病のモデルマウスを用いた検討

により、インスリン抵抗性の発症に関わる糖化タンパ

ク質（O-GlcNAc 化 Akt）が慢性的な高血糖にさらさ

れた肝組織に蓄積することを発見した。更に、

O-GlcNAc 化 Akt の蓄積と相関して、インスリンシグ

ナル伝達に必要なAktタンパク質のリン酸化修飾が阻

害されていることを見出した。 
研究テーマ：1.生物発光系を活用したレポーターアッセ

イ系及び分子イメージング技術の開発 

      2.真核微生物を用いた新規タンパク質発現

系の開発 

      3.機能性脂質の代謝工学的生産法の開発 

      4.糖脂質の機能解明とその応用 

      5.糖鎖の簡易解析手法の開発及び病態特異

的な糖鎖発現制御機構の解析 

 
生体分子工学研究グループ 

（Biomolecular Engineering Research Group） 
研究グループ長：小松 康雄 

（北海道センター） 

概 要： 

本研究グループでは、核酸、タンパク質、細胞の活

性等を、有機化学ならびに工学的手法によって解析し、

さらにそれらの性質を改良し、物質生産、医薬品開発、

高感度物質検出に活用することを目指している。 

 ガン細胞ではグルコースの消費量が増加している

ことから、細胞環境の変化とグルコース消費量を電気

化学的に高感度に定量する技術開発を我々は進めて

いる。グルコースを分解するグルコースオキシダーゼ

とそれと共役するぺルオキシダーゼを最適な距離間

隔で空間的に配置させるために、はじめに鎖長の異な

る種々の構造の DNA を合成して電極上に固定化し、

さらに上記の2種類の酵素を DNA 上に結合させて、酵

素によるグルコース分解に伴う電流値を計測した。そ

の結果、通常の2本鎖 DNA よりも2本鎖間を架橋化し

て安定化させた DNA を酵素の固定化に用いた場合、

高い電流値が得られることを明らかにした。加えて、

2種類の酵素の電極上における相対的配置も高感度化

には重要であることも示された。 

また、生体内の薬物代謝に関与する重要な酵素の一

つであるフラビン含有モノオキシゲナーゼ（FMO）の

薬物代謝反応を簡便に調べることを目的に、電極上に

FMO・ミクロソーム体を固定化して電極からの直接電

子供給によって同酵素を駆動する技術開発を進めた。

表面にナフタレンチオールをコーティングした金電

極を作製し、FMO・ミクロソーム複合体を固定化場合、

電極から酵素への電子移動と FMO によって薬物が酸

化されることを明らかにした。 

研究テーマ：1.核酸の安定化と効率的化学修飾技術の開

発 

      2.電気化学を利用した、生体関連物質の機

能解析と検出技術の開発 
 

生物材料工学研究グループ 

（Bio-material Engineering Research Group） 
研究グループ長：佐々木 正秀 

（北海道センター） 

概 要： 

 本研究グループは機能性物質の新規合成法開発とし

て、糖鎖部分の構造均一化や作用部分であるペプチド

部の位置選択的かつ効率的な調製法について検討する

とともに、生物材料の化学原料化、さらには生体分子
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等の位置選択的固定化技術に関しての研究を進めてい

る。 

 新規合成法は、マイクロ波利用の合成に有用物質生

産に関して検討を行い、糖鎖を基質とした酵素反応に

おいてマイクロ波の周波数依存性を明らかにすると共

に、これまで知られていなかったマイクロ波が保有す

る分子選択的効果を実証した。 

 生物材料の化学原料化は木質系バイオマスの水熱反

応に用いている連続反応装置における反応器内部温度

（装置上、毎回測定するのは困難）について検討を進

めた。その結果、予熱器出口温度と反応器内部温度と

の間には直線関係（R=0.999）が存在し、予熱器出口

温度から反応器内部温度が計算可能であることを明ら

かにした。 

 位置選択固定化技術に関しては、防かび効果を有す

る基板の開発を行った。カビの増殖抑制活性を有する

化合物の探索を進め、無毒で食品添加物としても利用

されている天然物から有用化合物を見出すことに成功

した。 

研究テーマ：1.機能性物質の新規合成法開発 

2.生物材料の化学原料化 

3.生体分子・細胞の位置選択的固定化技術 

 

生物システム工学研究グループ 

（Molecular Systems Bioengineering Research 
 Group） 

研究グループ長：町田 雅之 

（北海道センター） 

概 要： 

本研究グループは、迅速・大規模に生産されるゲノ

ム情報を迅速かつ効果的に物質生産や環境低負荷など

に資することを目的として、生物情報解析技術と柔軟

な情報処理技術との統合によって、大規模ゲノム情報

の産業利用に必要なシステムの開発を進めている。 

 ゲノムシークエンス、発現解析、代謝物解析などに

よって得られる生物情報の利用により、主として二次

代謝や脂質関連物質の生産に関連する新規遺伝子の発

見と機能予測・解析に関する研究を進めてきた。生物

にはその本質的な性質として揺らぎが存在し、解析さ

れた情報もこの影響を受けるため、単一あるいは単独

の情報から正確な結果を得ることが難しい。そこでこ

れまでに、複数の情報を組み合わせることで、解析精

度の向上と新規な結果を獲得するための解析技術の開

発に注力してきた。生物解析系と情報解析系の高度な

連携は、生物機能の迅速で正確な解析に有効な手段で

あるが、効果的な利用にはシステム化が必要不可欠で

ある。そこで、情報解析を専門とする研究ユニットの

連携を構築することにより、このためのプラットフォ

ームを開発し、産業的に重要な物質生産系の開発と改

良に関する評価と実証を進めている。 

研究テーマ：1.有用なゲノム・遺伝子資源の探索と利用

技術の開発 

2.システム生物学を利用した生物機能解

析・利用技術の開発 

 
合成生物工学研究グループ 

（Synthetic Bioengineering Research Group） 

研究グループ長：宮崎 健太郎 

（北海道センター） 

概 要： 

 当研究グループでは、微生物機能を産業利用するた

めの各種基盤技術開発を行う。具体的には、合成生物

学的手法による宿主デザイン、メタゲノム手法による

有用遺伝子の探索、進化分子工学による生体分子の機

能改変、蛋白質の立体構造解析を行う。 

 合成生物学的手法による宿主デザインでは、大腸菌

をプラットフォームとして、リボソームの大小サブユ

ニットに含まれる rRNAを異種生物由来のものと置換

する方法により、異種遺伝子発現効率の向上や宿主の

代謝変動が起きることを明らかにした。また、大腸菌

の炭素代謝に係る遺伝子群の網羅的遺伝子サイレンシ

ングベクターを完成させた。これにより、ピルビン酸

の効率的生産が可能となった。また放線菌による物質

生産系については、ロドコッカス属細菌で初めて組換

え体による抗生物質生産を達成した。また抗生物質生

産に重要な新規のシトクロム P450を見いだし、機能解

析を行った。 

 メタゲノム手法による有用遺伝子の探索では、リボ

ソームの構成成分である rRNAを対象としたスクリー

ニングにより、宿主機能改変に有効な遺伝子を多数獲

得した。 

 進化分子工学による蛋白質の機能改変では、大腸菌

プラスミドのランダム変異により、大腸菌内でのコピ

ー数向上変異体の獲得に成功した。 

 蛋白質立体構造解析については、抗菌活性の発現に

重要なシトクロム P450、高活性型ビタミン D 水酸化

酵素変異体、細菌由来不凍蛋白質等の構造決定に成功

した。 

 
環境生物機能開発研究グループ 

（Environmental Biofunction Research Group） 

研究グループ長：湯本 勳 

（北海道センター） 

概 要： 

 微生物が主な機能を担う場における微生物叢の解析、

有用微生物の分離、微生物叢の形成原理、微生物間相

互作用、微生物の物質循環への寄与等の解明を通じて、

環境保全・環境改善・産業利用に微生物を活用するこ

とを目指して研究を行う。また特殊環境下でも生育す

る個性の強い微生物群である極限環境微生物について
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その生態および生きている仕組みを解明することによ

って、通常とは別の角度から生物の代謝や外界の有害

物質から防御する仕組みを明らかにすることを目標に

研究を行う。 

 高濃度過酸化水素存在環境下で生存する微生物につ

いてその過酸化水素分解酵素産生性について検討した

結果、低撹拌速度で培養初発時に90%以上の酸素飽和

条件にすることによってこれまでの培養条件と比較し

て一桁高い同酵素の菌体外生産を促すことが出来るこ

とを見出した。 

 南極産菌類を安価な大量培養法によって大量に調整

し、現場の排水処理設備類似の模擬プラントへ適用し

たところ、投入4および8ヶ月後に生残が確認され、夏

場をまたいでも生残することが確認された。 

 ホソヘリカメムシおよび魚類のモデル系であるメダ

カの腸内細菌叢を調査し、その実態を明らかにした。

カメムシ共生細菌のポリエステル合成機能が共生に重

要な役割を果たすことを明らかにした。害虫に農薬抵

抗性を賦与する共生細菌のゲノムを解読した。 

研究テーマ：1.機能性微生物の探索と環境適応機能解明

に関する研究 

2.微生物を応用した新規物質変換法および

環境浄化法の開発 

3.微生物と有害物質との関係、微生物と宿

主および微生物間相互作用についての機

構解明 

 

生物共生進化機構研究グループ 

（Symbiotic Evolution and Biological Functions 
 Research Group） 
研究グループ長：深津 武馬 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 非常に多くの生物が、恒常的もしくは半恒常的に他

の生物（ほとんどの場合は微生物）を体内にすまわせ

ている。このような現象を「内部共生」といい、これ

以上にない空間的な近接性で成立する共生関係のため、

極めて高度な相互作用や依存関係が見られる。このよ

うな関係からは、しばしば新規な生物機能が創出され

る。共生微生物と宿主生物がほとんど一体化して、あ

たかも1つの生物のような複合体を構築することも少

なくない。 

 我々は昆虫類におけるさまざまな内部共生現象を主

要なターゲットに設定し、さらには関連した寄生、生

殖操作、形態操作、社会性などの高度な生物間相互作

用を伴う興味深い生物現象について、進化多様性から

生態的相互作用、生理機能から分子機構にまで至る研

究を多角的なアプローチから進めている。 

 我々の基本的なスタンスは、高度な生物間相互作用

を伴うおもしろい独自の生物現象について、分子レベ

ルから生態レベル、進化レベルまで徹底的に解明し、

理解しようというものである。 

研究テーマ：1. 昆虫－微生物間共生関係の多様性の解 

        明 

      2. 共生微生物が宿主に賦与する新規生物 

機能の解明 

      3. 共生関係の基盤となる生理，分子機構 

の解明 

 

生物資源情報基盤研究グループ 

（Microbial and Genetic Resources Research Group） 
研究グループ長：鎌形 洋一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本研究グループでは、未知・未培養・未利用の生物

資源を探索する技術を開発するとともに、これらの生

物遺伝子資源を活用した物質生産技術・環境制御技術

等の開発を行うとともに微生物・遺伝子資源情報の外

部提供を目的とした技術開発を行っている。具体的に

は(1) 未知・未培養微生物ならびに未利用生物資源の

探索・同定・分類ならびにライブラリー化を進め、こ

れらの微生物資源の有効活用を目指した。その結果、

これまで未知であった各種細菌・古細菌の分離に成功

した。(2) 様々な自然・人工環境から分離された新規

微生物群の機能解明・ゲノム解析・機能利用・微生物

間相互作用の解明を行った。 

 特に、地下圏・水圏・水生植物根圏・メタン発酵リ

アクター等に存在するこれまでに分離されたことのな

い新規な微生物の獲得に成功し、その機能解析を進め

た。本年は特に水生植物の成長を著しく促進する新規

根圏微生物を発見し、水生植物と根圏微生物の共生的

相互作用について詳細に解析した。(3) 微生物を分離

培養することなく直接環境 DNA・RNA を利用するメ

タゲノム・メタトランスクリプトーム解析により酵素

群の探索を行った。その結果、耐熱性酵素をメタゲノ

ムライブラリーから発見した。(4) 環境制御・浄化に

資する微生物の生態学的解析・利用技術の開発を行い、

揮発性有機化合物の浄化現場に適用する生態影響に関

する評価手法を開発した。 

研究テーマ：1.未知・未培養微生物ならびに未利用生物

資源の探索・同定・分類ならびにライブ

ラリー化 

2.新規（微）生物群の機能解明・ゲノム解

析・機能利用・微生物間相互作用の解明 

3.環境ゲノム解析技術：メタゲノム・メタ

トランスクリプトーム解析技術の開発と

利用 

4.環境制御・浄化に資する微生物の生態学

的解析・利用技術の開発 
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生体物質工学研究グループ 

（Biological Substance Engineering Research 
 Group） 
研究グループ長：神坂 泰 

（つくばセンター第6） 

概 要： 

 当研究グループは、健康食品、化成品原料、バイオ

ディーゼル燃料など幅広い用途が期待されている脂質

を自在に生産できる酵母の系の確立と、バイオマス資

源から得られる物質から生分解性など環境保全のため

の新規機能性高分子の開発・評価を目指している。 

 酵母による脂質生産では、脂質合成酵素 DGA1の N
末端を欠失した活性型変異体を、出芽酵母の dga1破壊

株に過剰発現させると、ヒストンアセチル化酵素

ESA1の発現低下を介して、脂質含量が45%に増加する

ことを見出した。また、高度不飽和脂肪酸生合成系の

中で律速段階とされているΔ6不飽和化に関して、原料

脂肪酸としてαリノレン酸とリノール酸を混合し組成

を変化させた場合においても高濃度ヒスチジン添加に

よるΔ6不飽和化の亢進効果が確認できた。さらに、オ

レイン酸の12位に OH 基を持ち、石油製品に依存しな

いポリウレタン原料として注目されているリシノール

酸の分裂酵母での生産において、生産されたリシノー

ル酸のもつ毒性による増殖阻害の改善を目的に、分裂

酵母 cDNA ライブラリーをスクリーニングした。その

結果、増速阻害を解除する遺伝子として plg7（フォス

フォリパーゼ A2）を見いだした。plg7を導入した株で

はリシノール酸生産量は減少せずに、増殖はリシノー

ル酸非生産株に近いレベルまで回復した。 

一方、脂質や糖質等の再生可能なバイオマス資源か

ら得られる新規機能性高分子の開発が、循環型社会構

築のために期待されている。そこで昨年度に続いて、

セルロース由来物質であるレブリン酸を還元して得ら

れる1,4-ペンタンジオールから、2-メチレン-4-メチル

-1,3-ジオキセパン（MMD）を合成し、単離した。ま

た、バイオマス由来のイタコン酸に注目し、ポリイタ

コン酸エステル添加・ポリ乳酸－植物繊維複合材料の

親和性に関するイタコン酸の化学構造の影響を評価し

たところ、中程度の側鎖長をもつポリイタコン酸エス

テルが複合材料に適することを見出した。 

研究テーマ：1.機能性脂質の生物生産高効率化の研究 

2.バイオマス由来高分子素材の合成と高機

能化の研究 

 
植物機能制御研究グループ 

（Plant Gene Regulation Research Group） 
研究グループ長：鈴木 馨 

（つくば中央第4・第6） 

概 要： 

 産業、環境、健康などの様々な面での植物利用の高

度化、拡大のために、植物が本来持っている様々な機

能を制御するメカニズムの解明と植物機能を有効に利

用するための制御技術の開発を目指して研究を進めて

いる。具体的には、①各種植物機能を制御する転写因

子の同定と機能解明では、葉・花・種のクチクラ形成

を制御する因子などを明らかにした。②パラゴムノキ

の分子育種に関する研究では、蛍光タンパク質を発現

する形質転換体の作出に成功した。③環境変動型スー

パー植物の開発では、転写抑制ドメインを持つ約300

個の転写因子に転写活性化ドメインを付加し過剰発現

させる系統の形質転換体作成と形質データ獲得を終了

し、有用植物も新たに複数獲得した。また、転写抑制

における鍵因子の同定に成功した。④新規な木質を形

成する植物の開発では、これまで知られていない木質

形成誘導因子を多数同定したほか木質を増強するため

の戦略を確立した。 

研究テーマ：1.各種植物機能を制御する転写因子の同定

と機能解明 

2.パラゴムノキの分子育種に関する研究 

3.環境変動型スーパー植物の開発 

4.新規な木質を形成する植物の開発 

 
バイオデザイン研究グループ 

（Bio-Design Research Group） 
研究グループ長：矢追 克郎 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本研究グループでは、ゲノム情報、遺伝子発現情報、

生体分子の構造・機能相関等の解析技術を基盤として

生物プロセスによる有用物質生産基盤技術の開発を行

っている。具体的には（1）セルロース系バイオマスを

分解する酵素であるセルラーゼやヘミセルラーゼにつ

いて、メタゲノム手法等によって得られた有用酵素に

ついて詳細な機能解析を行った（2）バイオマスからの

高効率なバイオエタノール生産を目指し、次世代シー

ケンサーを活用した手法でエタノール生産酵母株のキ

シロース代謝の向上に関わる技術開発を進めた（3）糸

状菌や担子菌酵母の比較・機能ゲノム解析により、脂

質や二次代謝生産に関わる要因の解析を進めた（4）産

業廃水の処理や環境汚染物質の分解を担う微生物群集

のメタゲノム解析を行い、有害化合物を分解する経路

や寄与している微生物・遺伝子の解析を行った。 

 
複合糖質応用研究グループ 

（Advanced Glycoscience Research Group） 
研究グループ長：亀山 昭彦 

（つくば中央第2、中央第6） 

概 要： 
 糖鎖はタンパク質や脂質などと結合して存在する。

このような物質を複合糖質と呼ぶ。バイオ医薬の多く
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も複合糖質である。当研究グループは、複合糖質の糖

鎖部分の機能を創薬などに活用することを目的として、

糖鎖の分析・制御・生産・機能に関わる技術開発を進

めている。 

キャピラリー電気泳動を用いたバイオ医薬の糖鎖分

析について、標準糖ペプチドを活用した簡便かつ迅速

な新手法を開発し特許出願した。分子マトリクス電気

泳動は、ムチンのみならず血清タンパク質にも応用で

きることを見出し論文発表した。制御および生産につ

いては、安価かつ大量に培養ができ、ウイルス感染な

どの影響もない酵母を用いた糖タンパク質の生産系を

構築し、レクチンや抗体、ヒト型糖鎖を持つサポシン

B など6種類の糖タンパク質の生産と評価を進めた。機

能については、酵母由来のエンド型糖加水分解酵素に

ついて、キメラ酵素の作製と基質特異性の検討を行っ

た。また、糖脂質グリコシルホスファチジルイノシト

ール（GPI）の生合成機構の研究を進め、メタノール

資化性酵母 O. minuta における GPI の脂質リモデリ

ング系の遺伝子の変異導入に成功した。 

研究テーマ：1.バイオ医薬開発・生産における糖鎖管理

技術 

2.酵素法と酵母細胞を利用した糖タンパク

質合成 

3.分子マトリクス電気泳動法の開発と応用 

 
⑧【バイオメディカル研究部門】 
（Biomedical Research Institute） 

（存続期間：2010.4.1～） 

 

研究ユニット長：近江谷 克裕 

副研究部門長：本田 真也 

総括研究主幹：矢吹 聡一、丹羽 修 

 

所在地：つくば中央第6、第2、第4、臨海センター 

人 員：83名（83名） 

経 費：1,164,994千円（運営交付金641,668千円） 

 

概 要： 

 バイオメディカル研究部門は、ライフ・イノベーシ

ョンを実現するための産総研ミッションである「先進

的・総合的な創薬技術、医療技術の開発」、「健康な生

き方を実現する技術の開発」の技術開発を推進するた

め、①生体分子の構造・機能を理解・解明し、それら

の知見に基づいた創薬基盤技術・医療基盤技術を確立

する、②創薬・医療に関わる基礎・基盤技術の動向を

把握し、将来に向けた技術の芽を発掘し育成を部門ミ

ッションと定め、新しい創薬基盤技術・医療基盤技術

および関連技術の研究開発を推進している。上記の部

門ミッションを遂行するため、以下の四つの戦略課題

を設定し、重点的に予算を配分し研究を実施している。

それぞれの戦略課題には複数の研究グループを配置し、

課題解決に向け複数の研究グループが一体となって研

究を実施するよう促している。また経済産業省、文部

科学省、新エネルギー・産業技術総合開発機構、科学

技術振興機構などの受託研究や企業等との共同研究な

ど、外部資金による研究開発も積極的に推進している。 

戦略課題１．生体分子の構造・機能解析と高機能化 

 蛋白質等の生体高分子のエックス線結晶構造解析や

高分解能電子顕微鏡解析を行い、これら分子の構造と

機能の相関関係を明らかにするとともに、臨床薬のタ

ーゲットとなる膜蛋白の迅速構造解析法等の開発を行

う。また、蛋白質設計技術、改良技術の開発を行うと

ともに、これらを抗体親和性蛋白質等に適用して、抗

体医薬品開発におけるダウンストリーム工程および品

質管理分析工程の高度化に貢献する。独自の BAC ラ

イブラリー調製技術を用いて従来生産することが困難

であった生理活性天然化合物生産を行うとともに、世

界最大級の天然物ライブラリーを活用して種々の標的

に対する創薬スクリーニングを展開する。更に簡便な

遺伝子定量法や核酸標準品の開発を行い医療計測の標

準化に資するプラットホームを整備する。 

戦略課題２．生体メカニズムの解明とその制御物質の

探索  

 健康状態における生体リズムの変動や加齢に伴う生

体分子の変化などを個体・細胞・遺伝子レベルで解析

し、これらの現象を引き起こす生体分子メカニズムの

解明を目指す。また得られた解析成果を利用して生体

機能の評価系を開発し、これを制御する生理活性物質

を天然物などから探索・同定するとともに、その作用

メカニズムを分子レベルで明らかにする。さらに、様々

な環境要因や遺伝的要因により引き起こされる疾病、

特に睡眠障害などの生体リズム障害および体内時計に

関連する精神疾患、高血圧、血栓症、がんなどの生活

習慣病を疾患ターゲットとして、健康状態をモニタリ

ングするためのバイオマーカー開発やこれら疾患の予

防や改善を目的とした天然物由来生理活性物質の発見

を目指す。 

戦略課題３．健康・疾患に関連する細胞制御分子の解

明と利用 

 健康や病気の生体や組織において、その機能を調節

する核酸やタンパク質、細胞間シグナル伝達に働く

種々のシグナル分子などを解析し、これら生体分子に

よる細胞制御メカニズムの解明を目指す。また、脳神

経疾患や生活習慣病を始めとする種々の疾患のモデル

細胞・モデル動物の作製を通して、各疾患のバイオマ

ーカーや原因因子を探索する。これらの疾患における

標的分子を検出する核酸やペプチド分子の高機能化技

術、細胞の機能異常を捉える可視化技術開発を行い、

健康の増進や疾患の予防・診断・治療に貢献すること

を目指す。 
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戦略課題４．ナノバイオ技術融合による極微量生体分

子の計測解析技術開発 

 微細加工技術、表面加工技術と言ったナノテク技術、

薄膜材料や自己組織化膜材料などの材料技術、バイオ

分野の技術を融合したバイオ診断計測解析技術の開発

を行う。具体的には、生体分子と強く相互作用し信号

変換する分子認識材料や発光分子プローブ材料の合成、

生体分子を高感度に検出できるナノカーボン薄膜電極

材料、および一細胞毎の計測が可能なナノ針アレイ等

のデバイス技術の開発を行う。また、それら要素技術

を融合し、薬剤管理や代謝評価センサ、蛋白質や遺伝

子を高感度に認識できるバイオセンサやマイクロ流路

型デバイス、単一細胞解析が可能なセルソータなどの

実現をめざす。 

 研究推進に加え、産総研のミッションや仕組みを十

分理解し、産総研職員として自ら考え的確に行動でき

る職員の育成を行うとともに、産総研のミッションで

ある「若手研究者のキャリアパス支援及び研究人材の

交流推進」を実施するため、③「自ら考え着実に行動・

実践・対話できる人材の育成」を三つめの部門ミッシ

ョンと定め、産総研職員の育成と共に、産総研イノベ

ーションスクール生、ポストドクや博士課程の学生、

企業等からの外部研究員などを受け入れ、研究現場に

て研究開発を行いながら人材育成を行っている。 

 さらに国際連携研究を重視したミッション④「アジ

アのバイオハブを目指した国際連携を推進する」を目

標に掲げ、特別課題としてアジアのバイオテクノロジ

ー研究をリードする研究ハブの構築を実施する。イン

ド、インドネシア等のアジアの各国とバイオ研究分野

における国際連携を推進、イメージングなどのコア技

術をベースとした国際ワークショップを開催する。 

 当部門は、質の高い論文として研究成果を発信する

ことおよび開発技術の工業所有権（特許）の取得を行

うことで成果の普及を行っている。研究論文において

は国際的に評価の高い論文誌への投稿を重視し、特許

においてはその具体的技術移転を想定した戦略的出願

を重視している。また、企業等との共同研究を積極的

に行うと共に、産総研オープンラボ、技術相談、学会・

研究会などを通して成果の発信や普及を進めている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金：  

・戦略予算「放射線による癌治療の副作用低減技術の開

発」 

・戦略予算「日印融合研究促進のためのイノベーション

拠点形成－アジアのバイオをリードする研究ハブを目

指す－」 

・標準基盤研究「化学物質リスク管理のための発光培養

細胞による化学物質安全性評価システムの標準化」 

 

外部資金：  

・経済産業省 工業標準化推進事業委託費「戦略的国際

標準化加速事業（国際標準共同研究開発事業：医療用

バイオチップ実用化促進に向けたヒト核酸の測定プロ

セスに関する国際標準化）」 

・文部科学省 研究開発施設共用等促進費補助金「「細胞

性粘菌リソースの安定提供と発展」（震災で失われた細

胞性粘菌株の再収集と再作製、およびバックアップ維

持）」 

・農林水産省（独立行政法人農業・食品産業技術総合研

究機構食品総合研究所）農林水産資源を活用した新需

要創出プロジェクト「平成25年度国産農産物の潜在的

品質の評価技術の開発委託事業 国産農産物の潜在的

品質の評価技術の開発」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）戦略的創造研

究推進事業（CREST）「微量計測のための電極等シス

テム開発、性能評価」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）復興促進プロ

グラム【マッチング促進】「高機能化細胞増殖因子を用

いたヒト iPS 細胞用の無血清培養液の開発」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）戦略的創造研

究推進事業（CREST）「シグナル撹乱複合体の電子顕

微鏡解析」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）戦略的創造研

究推進事業（ALCA）「藻類由来原料を利用した多糖類

系バイオプラスチックの研究」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）研究成果展開

事業【研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）】
探索タイプ「DNA ポリメラーゼの displacement 活性

（鎖置換活性）の増強による二本鎖 DNA 複製系の開

発」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）研究成果展開

事業【研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）】
探索タイプ「リコリスアルカロイドの新規生体リズム

制御剤としての製品化に関する研究」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）研究成果展開

事業【研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）】
探索タイプ「腸管型 IL－10産生型制御性 T 細胞（Tr1）
による炎症誘導発がんの抑制」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）研究成果展開

事業【研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）】
探索タイプ「実用化を目指した中枢神経標的型蛋白医

薬の創出」 

・独立行政法人化学技術振興機構（JST）研究成果展開

事業【研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）】
探索タイプ「未利用海藻資源からの健康食品素材製造

技術の開発」 

・独立行政法人科学技術振興機構（JST）復興促進プロ

グラム【研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プ

ログラム（A-STEP）】探索タイプ「ヤマユリ精油の産

業化に関する研究」 
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・独立行政法人国立精神・神経医療研究センター 平成

25年度精神・神経疾患研究開発費「筋ジストロフィー

および関連疾患の診断・治療開発を目指した基盤研究」 

・公益財団法人千葉県産業振興センター 戦略的基盤技

術高度化支援事業「ブレビバチルス菌を用いた抗体精

製用タンパク質製造技術の開発」 

・公益財団法人千葉県産業振興センター 平成25年度 

戦略的基盤技術高度化支援事業「生理活性物質特定と

作用メカニズム解析による生産プロセスの最適化と発

酵産物高機能化に寄与する技術開発 」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：国立大学法人

東京大学） 研究成果展開事業「先端計測分析技術・

機器開発プログラム」「微弱発光標準光源開発による発

光蛍光計測定量化」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：国立大学法人

広島大学） 科研費（研究分担者）挑戦的萌芽研究

「Bach1により制御される関節軟骨保護機構の解明と

ZFP による新規治療法の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：国立大学法人

北海道大学） 科研費（研究分担者）基盤研究（A）「多

機能ゲルが誘導する軟骨自然再生における間葉系細胞

内情報伝達機構の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：独立行政法人

日本原子力研究開発機構） 科研費（研究分担者）挑

戦的萌芽研究「非 DNA に対する放射線損傷に伴う生

物影響の検討」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：国立大学法人

京都大学） 科研費（研究分担者）基盤研究（S）「複

合機能プローブシステムによるバイオ・ナノ材料の分

子スケール機能可視化」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：国立大学法人

奈良先端科学技術大学院大学） 科研費（研究分担者） 

新学術領域研究「細胞シグナリング複合体によるシグ

ナル検知・伝達・応答の構造的基礎」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：立教大学） 科

研費（研究分担者）基盤研究（B）「有機反応ダイナミ

クス支配現象の微視的解析」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：兵庫県立大学） 

生命理学研究科 科研費（研究分担者）基盤研究（B）

「量子・情報科学理論の融合による生体反応場の統合

的解析」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：独立行政法人

日本原子力研究開発機構） 科研費（研究分担者）基

盤研究（B) 「放射光軟 X 線を用いて誘発した ATP
の分子変異の誘発による生物効果の制御」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：国立大学法人

北海道大学） 科研費（研究分担者）  基盤研究（C)

「内在性線維芽細胞・基質複合体被覆下における移植

腱マトリクス再構築機序の解明と制御」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：帝京大学） 科

研費（研究分担者）基盤研究（C）「加齢による血栓傾

向とその日内リズムを改善する食品成分探索と新規機

能性食品の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 新学術領域研

究（研究領域提案型）計画研究「シグナル制御複合体

の構造と細胞内局在の電子顕微鏡解析」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 新学術領域研

究（研究領域提案型）「少数のダイニンと微小管から成

る振動系の作成と構造・機能研究」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 新学術領域研

究（研究領域提案型）「アメーバ運動を統御するアクチ

ン構造多型マシナリー」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 新学術領域研

究（研究領域提案型）「SecDF のタンパク質膜透過促

進機構に関する電子顕微鏡構造解析」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 新学術領域研

究（研究領域提案型）「CRISPR システムにおけるエ

フェクター複合体の構造機能解析」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

「細胞内在化機能を有する抗体を利用した安定かつ無

毒性生体内イメージング技術」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

「カーボンナノ構造薄膜電極の創成と薬物代謝スクリ

ーニングチップの開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

「臨床分離脳腫瘍由来のがん幹細胞に特異的に作用す

る化合物の探索研究」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

海外「新規発光・蛍光技術ソースの探索を目指した発

光生物調査」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

「エストロゲン様化学物質影響評価のための細胞内新

規シグナル伝達経路の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

「張力によるアクチンの構造変化と、それに依存した

ミオシンの結合増加及び局在制御」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

「高分解能3次元組成分析システムの開発と生物試料

の解析」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

「ナノカーボン電極を用いたリムルス試薬非依存型

LPS 定量デバイスの開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

「アミノレブリン酸の X-線増感放射線療法の検証と

遺伝子発現解析による作用機序の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「休止期の毛包に高発現する細胞増殖因子は毛成長を

どのように制御するか？」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「実用化を目指した血液脳関門透過型高分子医薬デリ
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バリーシステムの開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「核内構造体パラスペックル形成の分子機構・核内分

布様式と生理機能」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「後続バイオ医薬品開発を目指した環状化サイトカイ

ンの分子設計と合成」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「ホスホリパーゼ D の細胞膜上における動態解析と

細胞運動における極性維持機構の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「核内膜タンパク質群による核ラミナ制御機構の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「唾液を用いた生体時刻測定法確立のための唾液腺特

異的遺伝子の同定」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「ストレス性睡眠障害モデルを用いた不眠症改善物質

スクリーニング系開発とその応用」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「快・不快情動が操る嗅覚表象の単離脳イメージン

グ：行動解析との融合的アプローチ」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「酸化ストレスマーカータンパク質検出用蛍光分子プ

ローブの創製と医療診断への展開」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「転写因子 SATB1に対する複合標的核酸創薬基盤の

開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「転移 RNA の硫黄修飾塩基の生合成とその制御機構」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「低分子量 G タンパク質間クロストーク制御による

細胞移動と軸索伸長メカニズムの解析」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「廃用性筋萎縮の新たなメカニズムの解明：体内時計

の乱れは筋肉をも壊してしまうのか？」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「睡眠障害性代謝異常のメカニズムの解明とその時間

栄養学的改善方法の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「分子進化工学的手法によるカルシウムチャネルサブ

ファミリーを識別するペプチドの創製」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「イムノセンシング界面構築に関する研究」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

「CpG オリゴヌクレオチド刺激による抗原特異的抗

体産生活性化機構の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 挑戦的萌芽研

究「進化分子工学を利用した蛍光性 RNA の獲得」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 挑戦的萌芽研

究「非標識バイオセンシングに向けた高触媒活性な窒

素ドープグラフェン様薄膜電極開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 挑戦的萌芽研

究「近赤外デジタルホログラフィー法による動物プラ

ンクトン計測技術の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 挑戦的萌芽研

究「中空糸配列体を用いた細胞マイクロアレイチップ

の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 挑戦的萌芽研

究「抗体産生キャリアとして機能する金ナノ微粒子の

抗原提示機構の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 挑戦的萌芽研

究「レクチンアレイ型微細構造観察ホルダの開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 挑戦的萌芽研

究「遺伝子発現プロファイル手法による血液 RNA 診

断に向けた基礎的研究」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 若手研究（A）

「ミトコンドリアにおける tRNAプロセシング機構の

解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 若手研究（B）

「自己倍数化抑制に基づく酵母育種法の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 若手研究（B）

「前駆体マイクロ RNA へのポリウリジル化反応の構

造基盤」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 若手研究（B）

「選択的3'末端プロセシングによる長鎖非コード

RNA の機能獲得機構の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 特別研究員奨

励費「基質親和性の高い微生物を利用した低濃度温室

効果ガス処理技術の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会 科研費 特別研究員奨

励費「プロテオミクス、バイオインフォマティクス、

イメージングによる表皮ガン治療法の研究」 

・独立行政法人日本学術振興会（代表者：国立大学法人

香川大学） 科研費（研究分担者） 基盤研究（B）「多

光子顕微鏡による LIVE イメージング：生きた口腔で

細胞膜修復装置を明らかにする」 

・文科省 科学技術試験研究委託事業 次世代がん研究

戦略推進プロジェクト「次世代がん研究推進のための

シーズ育成支援基盤」（天然物ライブラリーを用いた探

索試験の実施） 

・文科省 日本学術振興協会 最先端・次世代研究開発

支援プログラム「細胞内構造構築 RNA の作用機序と

存在意義の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会 最先端・次世代研究支

援プログラム「ナノニードルアレイを用いた革新的細

胞分離解析技術の開発」 

 

発 表：誌上発表164件、口頭発表309件、その他30件 

--------------------------------------------------------------------------- 
蛋白質デザイン研究グループ 
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（Protein Design Research Group） 

研究グループ長：広田 潔憲 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 欲しい機能を有する蛋白質を思いのままに創製する

ことは、蛋白質科学における究極の目標である。我々

は、配列空間探索というコンセプトのもとに、蛋白質

デザイン法の開発に取り組んでいる。そのために、蛋

白質に網羅的に一アミノ酸置換変異を導入し、得られ

た変異型蛋白質の特性解析を行ってきた。また、蛋白

質をデザインするということはアミノ酸配列空間にお

ける地形解析である、とのコンセプトのもとに個々の

変異効果について曖昧な加算性を仮定した適応歩行に

よる蛋白質デザイン法を提唱し、その広範な利用に向

けた研究開発を推進している。例えば、近年抗体医薬

品が急成長しており、その製造・精製プロセスのプラ

ットホーム技術の高度化が要望されているので、この

蛋白質デザイン法を利用し、抗体精製用のアフィニテ

ィ・リガンド蛋白質のデザインを可能にするための基

盤技術開発を進めている。さらに、デザインしたアフ

ィニティ・リガンド蛋白質、及び当グループで開発し

た蛋白質の配向制御固定化法を利用して、民間企業と

も協力し、抗体医薬品精製用のアフィニティ担体や関

連技術の開発に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

健康維持機能物質開発研究グループ 

（Physiologically Active Substances Research Group） 
研究グループ長：大西 芳秋 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 これから日本は「少子高齢化社会」を迎えるにあた

り、高齢者や女性、若者が生きがいをもって働ける社

会を実現するために、国民全員が健康に生活していけ

るための医療・介護・健康関連分野におけるライフ・

イノベーションが期待されている。本研究グループで

は、アルツハイマー病の様な高齢者に頻発する疾患の

病因の解明、原因物質の探索から、高血圧症、動脈硬

化症、2型糖尿病など、生活習慣病の予防やその軽度な

段階での改善のために利用できる機能性食品の開発の

みならず、ハーブや亜熱帯植物などを材料に新たな生

理活性物質の検索、開発し、機能性物質として実用化

することを目標として研究を行っている。具体的には、

生理活性物質の in vitro スクリーニング系を確立し、

動脈硬化を抑制する物質、早朝高血圧を防止するため

の血圧降下物質や生体リズム制御物質を効率よくスク

リーニングする。さらに、病態モデル動物（脳卒中ラ

ットや高血圧ラットなど）を使って検証を行い、実用

性の高い健康維持増進物質を開発する。最終的には、

新たな機能性物質として実用化することによる産業、

経済の活性化に貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

生物時計研究グループ 

（Biological Clock Research Group） 

研究グループ長：大石 勝隆 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 現代社会においては、社会の24時間化や急速な高齢

化に伴い、睡眠障害やうつ病、不登校・出社困難など

の神経症が急増しており、体内時計との関連が注目さ

れるようになった。体内時計と様々な疾患の発症との

間には、複雑な相互作用が存在し、それぞれの作用メ

カニズムを解明することにより、新規な治療法や予防

法の開発が可能になるものと考えられる。生物時計研

究グループでは、体内時計と様々な疾患発症との関連

性を分子レベルで解明することにより、時間医療・時

間薬理学分野へ貢献するのみならず、生活習慣と体内

時計との関連性に着目し、予防的観点から国民の健康

医療に貢献することを最大の目標とする。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

分子細胞育種研究グループ 

（Molecular and Cellular Breeding Research Group） 

研究グループ長：本田 真也 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 細胞や生体分子が有する高度な機能の広範な産業利

用を促すため、これらを合目的的に改良する新たな基

盤技術（分子細胞育種技術）の研究開発を行う。その

遂行においては、細胞や生体分子が高い機能を実現す

る合理的な機械であるという側面とそれらが長久の進

化の所産であるという側面を合わせて深く理解するこ

とを重視し、そこに見出される物理的必然性と歴史的

偶然性を有機的に統合的することで、新たな「育種」

技術の開拓を図ることを基本とする。また、技術開発

課題の立案においては、内外のライフサイエンス・バ

イオテクノロジー分野における技術ニーズを把握し、

現実的な社会還元が期待される適切な対象と方法論を

選択することに努める。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５、テーマ題目

６ 

 

RNA プロセシング研究グループ 

（RNA Processing Research Group） 

研究グループ長：富田 耕造 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 RNA はその鋳型である DNA から転写された後、多

岐にわたる加工プロセスを経て、機能をもった RNA
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へと成熟化されます。RNA プロセシング研究グルー

プでは、RNA が合成され、最終的に機能をもった RNA
へと成熟化される一連の“RNA プロセシング”過程

に注目し、この過程に関わる蛋白質、蛋白質複合体装

置の“機能”、“構造”、“進化”、そして“制御”の解析

を通して、RNA と蛋白質の協同的な機能発現、制御、

進化の詳細な分子機構を明らかにすること目指す。具

体的には RNA 合成、RNA の代謝、RNA の成熟化、

RNA の機能付加に関わる酵素複合体に注目し、その

中でも、“RNA 合成酵素群”に注目し、それらの蛋白

質、蛋白質複合体の詳細な反応分子機構、分子認識機

構、分子進化、制御機構の解明を、生化学、分子細胞

生物学、構造生物学的手法を用いて多角的に明らかに

する。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

ナノバイオデバイス研究グループ 

（Nano-biodevice Research Group） 

研究グループ長：丹羽 修 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 新規なカーボンや自己組織化膜などのナノ薄膜材料、

免疫系分子、合成プローブ、酵素等を利用した高精度

な分子認識界面を構築し、生体分子を高感度に検出可

能なセンシング手法を開発する。併せて、検出法の高

感度化、マイクロナノ加工技術を融合した前処理工程

の集積化や多項目試料測定が可能なデバイスの実現を

目的とする。具体的な研究手段、方法論として、電気

化学センサに用いる新規薄膜電極材料の開発、スパッ

タカーボン薄膜を用いた薬剤管理用の電気化学センサ

（内毒素センサ）の開発、カーボンや酸化物のナノ構

造体電極による薬物スクリーニング法の開発、配列特

異的なメチル化 DNA 検出法の開発、糖鎖修飾界面と

電気化学刺激を利用したタンパク質の高感度検出など

を行った。また、戦略予算：アジア戦略「水プロジェ

クト」で環境管理部門等と協力し、ナノカーボン薄膜

電極を用いた重金属イオンの高感度電気化学計測法の

開発を担当した。 

研究テーマ：テーマ題目８ 

 

バイオ界面研究グループ 

（Bio-Interface Research Group） 

研究グループ長：田中 睦生 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 様々な知見に立脚した界面構築材料の創製、材料物

性に応じた界面構築法、分子レベルでの界面構造解析、

界面の機能解析等、界面に関する一連の基盤研究を統

合的に展開し、センシング素子や選択的透過膜等の機

能性界面構築技術の確立、さらには機能性界面を用い

たセンサー開発等、実用化を目指した応用技術の確立

を目標とする。センシング界面構築材料となるタンパ

ク質固定化材料、非特異吸着抑制材料、糖鎖材料等の

機能性表面修飾材料の開発や、補体レセプター等の機

能性タンパク質の産生・精製法の開発を行っている。

これらの材料を用いて機能性界面構築を行い、走査型

プローブ顕微鏡や電子顕微鏡を用いて界面構造を解析

し、界面構造と機能との相関を検討している。ここで

得られた界面に関する知見をバイオセンサーのセンシ

ング界面構築に展開し、材料によるセンシング機能の

体系化を行った。さらには、材料開発で培った合成に

関する知見を、新たな界面構築材料となり得る核酸の

合成法開発へと展開した一方で、核磁気共鳴法を用い

て代謝生成物等を包括的に解析できるプロファイリン

グ法の普及を行った。 

研究テーマ：テーマ題目９ 

 

バイオメジャー研究グループ 

（Bio-Measurement Research Group） 

研究グループ長：関口 勇地 

（つくば中央第6） 

概 要： 

(1) 産業や医療分野などでのバイオ計測の信頼性確保、

その国内及び国際的な比較互換性の確保（基準測定

法の確立、標準物質の整備など）に資する技術開発

と基盤整備 

 バイオ計測（生体由来物質の計測：バイオメジャ

ー）は広く産業、医療分野等において行われている

が、その信頼性確保のための基盤整備は不十分であ

る。また、その多くのバイオ計測の計量計測トレー

サビリティの確立は途についたばかりであり、バイ

オ計測の国内および国際的なレベルでの比較互換性

の確保は今後の大きな課題である。本課題では、バ

イオ計測の信頼性確保、比較互換性の確保に向け、

そのための課題整理と標準化ニーズ調査を進めると

ともに、そのために必要な技術的検討を行った。ま

た、バイオ標準に関する基盤技術の確立とバイオ標

準物質の開発、整備を実施すると共に、バイオ計測

の精度管理方法の開発、およびバイオ計測の国際標

準化に資する研究開発を実施した。 

(2) 生体由来物質（核酸、ペプチド・タンパク質、代

謝物、細胞、その他個体としての生命活動など）を

検出・定性・定量するための新しい有用な基盤技術

の創成 

 生体由来物質を対象とした計測分野のさらなる発

展は、今後のバイオテクノロジー分野、医療分野等

の進歩に大きく寄与する重要な課題である。本課題

では、核酸や動物細胞を中心に、それらバイオ計測

技術を進展させるための基盤技術の開発を行った。

遺伝子量評価、あるいは遺伝子発現解析を念頭に、
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核酸を配列特異的に検出、定量を行う新規な手法の

開発と、その応用を行った。また、微生物由来核酸

の定量技術開発を行った。また、核酸と相互作用す

る酵素の活性を迅速かつ網羅的に評価するための基

盤技術開発を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目11 

 

脳遺伝子研究グループ 

（Molecular Neurobiology Research Group） 

研究グループ長：戸井 基道 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 高齢化社会に伴い増加の一途をたどる神経・精神疾

患において、その発症予測や治療、機能回復に関わる

技術に対しての社会的要請が強まりつつある。しかし

ながら、神経細胞の分化・維持機構、脳におけるネッ

トワーク形成やその可塑的変化を分子レベルで計測し、

その詳細を理解することは依然として十分ではなく、

それが疾患の予測・治療手法や、有効な創薬開発が進

まない原因の一つとなっている。そこで当研究グルー

プでは、主にモデル動物を用いた遺伝子解析技術と光

学的イメージング技術に基づいて、神経細胞の維持・

再生・移植技術に関する基礎技術の提供を研究目標と

する。特に、モデル動物を用いた遺伝子操作や、培養

細胞への遺伝子導入手法により、神経細胞の基本特性

の制御に関与するキー遺伝子の機能や神経疾患に関連

した遺伝子産物機能、さらには脳内神経ネットワーク

の形成・維持制御機構等を解明する。そのために、新

規の神経疾患モデル動物の作製や疾患に関与するキー

タンパク質群の生体内での動態解析技術、疾患変異型

モデル生物を用いた新規のスクリーニング技術の開発

を行っている。並行して、これらの解析に必須である、

分子レベルから個体レベルまでの生体現象の可視化に

向けた、新たな顕微鏡システムや観察基盤技術の開発

も進めている。これらの解析により、生体脳内や神経

細胞内のイベントを鮮明に観察しながら、個々の疾患

状態や治療効率の向上に繋げていく。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

脳機能調節因子研究グループ 

（Molecular Neurophysiology Research Group） 

研究グループ長：近江谷 克裕 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 生物の細胞間・細胞内の情報伝達は生体分子の相互

作用により制御されている。これら生体分子が本来持

っている機能を解析しそれを利用する技術開発・機器

開発などを遂行する。具体的には生理活性ペプチド、

タンパク質、核酸などが結合する標的分子の認識機構

を主に分子生物学的手法により解析し、分子間相互作

用機構を利用した創薬に資する技術開発、機器開発な

どを行う。生理活性ペプチドの構造骨格部分を保存し、

標的認識部分に変異を導入した人工 cDNA ライブラ

リーを作成し分子進化工学的手法により新たな標的分

子を認識できるように試験管内で高機能化する手法を

開発中である。 

研究テーマ：テーマ題目13 

 

シグナル分子研究グループ 

（Signaling Molecules Research Group） 

研究グループ長：今村 亨 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 当研究グループでは、産総研ミッションである「先

進的・総合的な創薬技術、医療技術の開発」、「健康な

生き方を実現する技術の開発」の技術開発によるライ

フ・イノベーションの実現のため、創薬・医療に関わ

る生体分子の構造・機能の理解・解明と創薬・医療に

関わる基礎・基盤技術の開発をめざしている。特に、

各種組織を構成する細胞の、増殖・分化・機能等を制

御するシグナル分子を研究の起点として、ヒトなど高

等動物の細胞と個体の機能制御メカニズムに関する新

知見を獲得するための研究を推進している。研究手段

は、分子レベル、細胞レベル、個体レベルにまたがっ

ている。得られた知見については、これを活用し、シ

グナル分子とその制御分子を用いて生命現象を細胞レ

ベル・個体レベルで評価・制御するテクノロジーを開

発し、創薬と医療支援に係る産業の振興に資すること

を目標としている。これらの目標に加え、当研究グル

ープでは、シグナル分子を起点とした研究による知見

の獲得とその利用という研究取り組みが、ライフサイ

エンス分野における本格研究の実現に有効であること

をその研究活動を通じて示すことも、随伴的目標と位

置づけている。 

研究テーマ：テーマ題目14、テーマ題目15、テーマ題目

16 

 

構造生理研究グループ 

（Structure Physiology Research Group） 

研究グループ長：佐藤 主税 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 我々の細胞の機構は、分子から始まって様々な階層

での相互作用の積み重ねによって形成されている。

我々は、細胞、微生物の構造と機能の制御機構を、主

に電子顕微鏡技術を利用して、分子・細胞・神経回路

網レベルで研究している。光学顕微鏡で細胞を観察す

る際、分解能は200nm までが限界だが、電子顕微鏡は

もしも電子線を十分に照射しても大丈夫なサンプルで

あれば2Åにも達する高い分解能を誇る。しかし従来の
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方法ではタンパク質は電子線にそれほど強くはなく、

照射量が限られるため微かに薄い像としてしか写らな

い。薄い像でも膨大な数の電顕像を組み合わせれば、

高分解能の3次元構造を計算できる。我々は、この単粒

子解析技術を、情報学を駆使して開発し、神経興奮の

発生や、Ca シグナル、痛みの伝達、細胞内輸送、タ

ンパク質分泌、抗癌剤などに関係する様々な膜タンパ

ク質・可溶性タンパク質の構造決定に成功した。さら

に、もう少し大きな細胞内の微細構造を自然な環境で

中間倍率で観察するために、半導体製造で用いる SiN
薄膜越しに液体中の細胞を直接 SEM で見る全く新し

い電子顕微鏡を、(株)日本電子と共同開発した。これ

らの技術を NMR や X 線結晶解析、画像情報学などの

様々な方法と組み合わせながら、細胞内外におけるタ

ンパク質や細胞内小器官レベルでの構造と機能の相関

を広く研究している。 

研究テーマ：テーマ題目17、テーマ題目18 

 

セルメカニクス研究グループ 

（Cell Mechanics Research Group） 

研究グループ長：中村 史 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 本研究グループは、生物の有する機械的な運動機能、

関連する生体分子の構造と機能を明らかにする、ある

いはそのための装置・技術の開発を行う。明らかにし

た生物の情報、開発された技術により、学術研究、医

療、創薬、あるいは細胞そのものを応用する新産業等

に貢献することを目指す。細胞骨格系タンパク質の構

造変化に基づく機能を新規に解明することで、医療応

用における基盤情報の確立の一助と成る。近年 iPS 細

胞に代表される幹細胞の応用に注目が集まっているが、

移植医療への応用を実現するためには、免疫原性の抑

制等を行い安全な細胞を提供する高度な細胞制御技術

が必要となる。そのために細胞の構造と機能を理解し、

低侵襲で効率よく解析・操作・分離を行う新しい技術、

セルサージェリー技術の開発を行う。これらの研究は、

バイオインフォマティックス、ナノテクノロジーなど

の分野融合によって生み出される全く新しい生体分子

工学、細胞工学の技術体系の構築とこれを利用した産

業の創出に資するものである。 

研究テーマ：テーマ題目19、テーマ題目20 

 

細胞増殖制御研究グループ 

（Cell Proliferation Research Group） 

研究グループ長：ワダワ レヌー 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 我々の研究グループはこれまで細胞の老化や不死化、

ガン化などについての基礎研究を積み重ねてきた。独

自に同定したモータリン（hsp70ファミリーに属する

タンパク質）は、ヒトのガンと老化病に強い関わりが

あることが明らかになってきた。我々はモータリンに

対する抗体の細胞内在性を明らかにし、細胞を追跡す

るナノ粒子の構築に成功した。モータリンの染色は正

常細胞とガン化細胞の区別にも応用できる。また、ガ

ン抑制タンパク質 p53の制御因子として同定した

CARF遺伝子が細胞老化に深く関わっていることを明

らかにした。CARF 遺伝子に対する siRNA がガン治

療に応用できる可能性を見出した。さらに薬剤耐性と

ガン転移に関わる遺伝子スクリーニングを行っている。 
 老化や癌化の分子メカニズムを探索するため、

siRNA ライブラリーや cDNA 発現ライブラリーを用

いたスクリーニング実験も行っている。我々がインド

に自生する植物アシュワガンダの葉から新規に同定し

た薬効成分についても解析を進め、抗ガン活性や抗老

化活性のある成分や関連する遺伝子群を同定している。 

その他にも、タンパク質を構成しないノンコーディン

グ RNA（ncRNA）に着目し、生きたままの細胞内で

ncRNA を蛍光検出する新規手法を通じて分子解析を

進めている。上記のような標的因子の細胞内での挙動

を制御することで、細胞の不死化やガン化を自在に操

ることができる技術の開発を行い、「より良い医薬品の

開発・提供」や「健康産業の創造」に貢献できるよう

な研究活動を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目21、テーマ題目22、テーマ題目

23 

 

分子複合医薬研究グループ 

（Molecular Composite Medicine Research Group） 

研究グループ長：宮岸 真 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 分子複合医薬グループでは、多様な機能分子と様々

な技術要素を複合的に組み合わせた医薬技術の開発、

および、健康な社会の実現を目指し、タンパク質構造

から、細胞・個体レベルに及ぶ、多面的なテーマに取

り組んでいる。構造解析に関しては、遺伝子発現調節

因子、疾患関連因子を対象とし、NMR 分光法や X 線

結晶回折法などの構造生物学的解析を中心とした物理

化学的アプローチにより、機能発現に関わる分子認識

機構の解析を行なっている。抗体医薬を目指した取り

組みとして、人工ライブラリーシステムの高度化に関

する技術開発、シグナル分子や関連分子を認識するモ

ノクローナル抗体作製・応用化技術の開発を行ってい

る。ポスト抗体医薬として注目されている核酸医薬の

開発を進め、次世代アプタマーを用いた検出系、核酸

医薬品の開発を行っている。また、疾患のターゲット

分子を容易に明らかにする技術として、トランスフェ

クションアレーを用いた癌転移に関わるターゲット分
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子の探索、および、ペプチドを用いたアレー技術の開

発を行っている。個体レベルの研究としては、消化管

免疫の分子機構の解明、および、脳におけるてんかん、

モルヒネ鎮痛効果の分子機構の解明等を行い、医療技

術や医薬品の開発へと展開を図っている。 

 分子複合医薬グループでは、多様な機能分子と様々

な技術要素を複合的に組み合わせた医薬技術の開発、

および、健康な社会の実現を目指し、タンパク質構造

から、細胞・個体レベルに及ぶ、多面的なテーマに取

り組んでいる。構造解析に関しては、遺伝子発現調節

因子、疾患関連因子を対象とし、NMR 分光法や X 線

結晶回折法などの構造生物学的解析を中心とした物理

化学的アプローチにより、機能発現に関わる分子認識

機構の解明を行っている。抗体医薬を目指した取り組

みとして、人工ライブラリーシステムの高度化に関す

る技術開発、シグナル分子や関連分子を認識するモノ

クローナル抗体作製・応用化技術の開発を行っている。

ポスト抗体医薬として注目されている核酸医薬の開発

を進め、次世代アプタマーを用いた検出系、核酸医薬

品の開発を行っている。また、疾患のターゲット分子

を容易に明らかにする技術として、トランスフェクシ

ョンアレーを用いた癌転移に関わるターゲット分子の

探索、および、ペプチドを用いたアレー技術の開発を

行っている。個体レベルの研究としては、消化管免疫

の分子機構の解明、および、脳におけるてんかん、モ

ルヒネ鎮痛効果の分子機構の解明等を行い、医療技術

や医薬品の開発へと展開を図っている。OMICS を用

いた遺伝子発現解析による生理状態評価において、特

に放射線ストレス評価を行い、環境評価においても応

用範囲を広げている。 

研究テーマ：テーマ題目24、テーマ題目25 

 

次世代ゲノム機能研究グループ 

（Genomic Neo-Function Research Group） 

研究グループ長：上田 太郎 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 本グループは、ヒトゲノムに限定せず、幅広い生物

のゲノム機能の解析とそれを応用した創薬支援を目的

とし、①機能性 RNA の解析、②ゲノム情報に基づく

タンパク質構造の解析、及び③二次代謝産物生合成遺

伝子を応用した化合物生産研究を展開している。さら

に、遺伝子情報およびそれらがコードするタンパク質

構造情報等を分子標的とし、天然物ライブラリーを主

とした創薬スクリーニングを行っている。 

 具体的な研究内容として、ヒトゲノムから産生され

る蛋白質をコードしないノンコーディング RNA
（ncRNA）を対象に、細胞内構造構築に関わる RNA
の機能解析を中心に研究を行うと共に、タンパク質合

成に重要な役割を担う tRNA の機能獲得に必須な

RNA 修飾メカニズムに関して研究を展開している。 

 また、タンパク質立体構造研究に関しては、主に、

膜タンパク質や複合体の構造に重点を置き研究を行っ

ており、電子顕微鏡などの手法を用いて、それらの原

子レベルの立体構造を解析し解明している。 

 ヒトゲノム以外の応用研究として、上市されている

医薬品の6割以上を占める天然化合物を対象に、微生物

や植物が持っている二次代謝産物生合成遺伝子を応用

した化合物生産を行っており、それらをライブラリー

として用いて創薬スクリーニングを展開している。 

研究テーマ：テーマ題目26 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］蛋白質デザインに関する研究 

［研究代表者］広田 潔憲 

（蛋白質デザイン研究グループ） 

［研究担当者］広田 潔憲、末森 明夫、竹縄 辰行 

（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

欲しい機能を有する蛋白質を確実に創成する技術とし

ての「配列空間探索による蛋白質デザイン法」の研究、

及び「配向制御固定化法」による生体外での蛋白質利用

技術の研究開発を行っている。 

配列空間探索による蛋白質デザイン法の研究において

は、芳香族化合物水酸化酵素群を対象に変異解析を進め

ている。具体的には、Pseudomonas fluorescens PAO1

株由来を始めとするフラビン蛋白質系芳香族化合物水酸

化 酵 素 群 に お け る 逆 進 化 的 ア プ ロ ー チ

（Retro-evolutional approach）を行うことにより、芳

香族化合物水酸化酵素群の基質結合部位における保存性

アミノ酸残基群（ancestral amino acid residues）の存

在を明らかにすると共に、基質特異性の設計・改変に関

する戦略指針の基盤となるデータベースの構築を行った。 

生体外での蛋白質利用技術の研究開発においては、蛋

白質デザイン法や配向制御固定化法を抗体医薬品の製造

技術に応用するために、抗体のアフィニティ精製技術の

開発に取り組んできた。具体的には、プロテイン A やプ

ロテインL等の抗体結合蛋白質をフレームとしたアフィ

ニティ・リガンド蛋白質の網羅的な一アミノ酸置換変異

体を作製し、独自開発した蛋白質アレイ解析システムを

用いて、これら変異体の特性解析とスクリーニングを進

めてきた。その結果、利用価値の高いリガンド蛋白質を

デザインすることに成功した。さらに、配向制御固定化

法を適用することにより、デザインしたリガンド蛋白質

を生体外で利用することを可能にした。このような成果

を基にして、ハイスループットな抗体精製用の96ウェル

プレートを民間企業と協力して開発した。開発したプレ

ートは、45分以内に、96種類の0.2mL の培養液中に含ま

れる抗体を精製し、紫外吸収法により培養液中の抗体濃

度を0.02mg/mL～2mg/mL の範囲において推定するこ

と、を可能にした。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質デザイン、配列空間探索、配向制

御固定化、アフィニティ精製技術、アフ

ィニティ・リガンド蛋白質 

 

［テーマ題目２］健康維持機能物質の開発 

［研究代表者］大西 芳秋（健康維持機能物質開発研究

グループ） 

［研究担当者］大西 芳秋、森井 尚之、河野 泰広、

市村 年昭、小川 昌克 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生活習慣病改善のための物質の開発を目的として、

種々の植物を材料に、アディポサイトカイン産生調節作

用を有する抽出物を探索し、ユリノキの葉より炎症時に

増加する一酸化窒素（NO）の産生抑制および炎症性サ

イトカイン TNF-α産生抑制物質の同定と構造決定を行

った。時計遺伝子 Bmal1を用いたリアルタイムレポータ

ーアッセイシステムを用いて、ムラサキ等に含まれる生

薬紫紺の成分である、シコニンが生体リズム周期短縮作

用を有することを見出した。この生体リズム周期短縮作

用はシコニン除去により消失することから、可逆的な作

用であることが判明した。また、このシコニンの作用は

トポイソメレース II 活性の阻害作用によることが示唆

され、トポイソメレース II 阻害剤として有名なエトポシ

ドにおいても生体リズム周期短縮作用が確認された。上

記の結果より、生体リズム周期調節剤のスクリーニング

においてトポイソメレース II 活性に対する作用も指標

の一つになることが示唆され、今後のスクリーニング効

率化を行ううえで重要な知見が得られた。また近年、エ

ピジェネティックな転写調節が注目されており、生体リ

ズム調節剤のスクリーニングにおいてもエピジェネティ

ックな作用を示すものも存在することが考えられ、その

ような生体リズム調節剤をスクリーニングするためのシ

ステム構築が望まれていた。ヒト白血病細胞株 CPT-K
の Bmal1プロモーター領域の CpG アイランドが高メチ

ル化されていること、さらに概日リズムが観察されない

ことを見出した。本細胞株を用いて Bmal1プロモーター

を持つレポーター遺伝子を安定的に保持している細胞株

の樹立に成功した。DNA 脱メチル化剤である5-aza-dC
で樹立したレポーター細胞株を処理すると、内在の

Bmal1の転写が上昇するとともに概日リズムの回復も観

察された。これらの結果より本細胞株を用いて概日リズ

ムを検討することにより、エピジェネティック作用を示

す概日リズム調節剤のスクリーニングが可能となること

が示唆された。今後、エピジェネティック生体リズム調

節剤のスクリーニングを進めることが可能となった。 

さらにアルツハイマー病発症原因であるアミロイドβ

の蓄積機構についても、アミノ酸残基間相互作用につい

て法則性を見出した。この法則性の普遍性に関して検討

するために、他のタンパク質、KIF2C、β2ミクログロ

ブリン、インシュリン等を用いて検証した。 

また、高血圧自然発症ラットを用いて沖縄島野菜と果

実の黒麹の発酵素材より、新たな血圧降下作用物質のス

クリーニングを開始した。また、これまで茨城県行方市

との共同研究でヤマユリの香水を開発していたが、商品

化するための更なる香油成分の回収効率化を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］健康機能、炎症、生体リズム、アミロイ

ド、生活習慣病 

 

［テーマ題目３］体内時計に関する疾患発症メカニズム

の解明とその予防法の開発 

［研究代表者］大石 勝隆（生物時計研究グループ） 

［研究担当者］大石 勝隆、宮崎 歴、冨田 辰之介、

中尾 玲子、近藤 大輔 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 現在わが国においては、社会の24時間化に伴う精神

的・肉体的・経済的諸問題が深刻化してきたことから、

体内時計の乱れに起因する睡眠障害の改善が強く望まれ

ている。ヒトの睡眠障害においては、多くの場合、遺伝

子変異による先天的な原因よりも、ストレスなどの環境

因子が原因となっていると考えられる。そこで我々は、

ヒトへの外挿可能なストレス性睡眠障害モデルマウスの

開発を行ってきた。本マウスでは、睡眠障害のみならず、

慢性疲労や、過食、糖代謝異常など睡眠障害に関連する

病態を呈することも明らかとなってきた。本マウスを用

いることにより、生体リズム異常に関連する様々な疾患

の発症メカニズムの解明や、新たな予防・改善・治療法

の開発が可能であると期待される。 

体内時計に作用する化合物を効率的にスクリーニング

する目的で、時計遺伝子 Per2の下流にレポーター遺伝子

をノックインした PER2::LUC マウス由来の神経細胞

を用いる in vitro リアルタイムレポーターシステムを構

築した。本システムを用いることにより、神経細胞にお

ける体内時計に作用する天然化合物を数多くスクリーニ

ングすることに成功した。パッションフルーツ由来の植

物アルカロイドであるハルミンによる体内時計の周期延

長作用を PER2::LUC 神経細胞によって見出し、その分

子メカニズムが PER2タンパク質の分解抑制作用による

ものであることを明らかにした。 

 マウスを使った実験により、高脂肪高ショ糖食負荷に

よる行動リズムの夜型化を、小麦の表皮由来のアルキル

レゾルシノールが予防することを見出した。アルキルレ

ゾルシノールは、高脂肪高ショ糖食負荷による、体重の

増加や高インスリン血漿、高レプチン血漿、耐糖能異常、

インスリン抵抗性などを全て有意に改善することを見出

した。 

 大麦由来の熱処理した乳酸菌 Lactobacillus brevis 
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SBC8803株をマウスに慢性的に投与することにより、暗

期（活動期）後半において、覚醒時間の延長とノンレム

睡眠の短縮が認められ、睡眠覚醒リズムに作用する可能

性が示された。 

 副腎皮質ホルモンである糖質コルチコイドは、免疫抑

制の目的で広く使われている薬剤であるが、その副作用

として筋肉の委縮が問題となっている。また、体内の糖

質コルチコイドの分泌には、活動開始時刻にピークとな

る顕著な日内リズムが存在することが知られている。投

与時刻を工夫する時間薬理学的手法による副作用の軽減

を目指し、マウスを使った実験を行った。投与時刻を、

活動開始時刻（マウスにおける暗期初め、ヒトにおける

朝）と活動終了時刻（マウスにおける明期初め、ヒトに

おける夜）に分けて投与したところ、体内の糖質コルチ

コイドの分泌リズムに合わせた、活動開始時刻に投与す

ることにより、筋委縮が有意に軽減できることが判明し

た。さらに、本来の薬効である免疫抑制機能については

差異が認められなかった。時間薬理学的投与法により、

薬効に影響しないまま、副作用を軽減できる可能性が考

えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］体内時計、睡眠障害、食品、時間薬理学 

 

［テーマ題目４］タンパク質の分子育種技術の開発 

［研究代表者］本田 真也（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］本田 真也、村木 三智郎、 

小田原 孝行、渡邊 秀樹 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

タンパク質が有する高度な機能の広範な産業利用を促

すため、構造情報を基盤とする論理的分子デザイン法と

ファージディスプレイ等の進化分子工学法の有機的活用

による新規の標的親和性人工タンパク質創製技術の研究

開発を行う。また、医療応用を目指した、ヒトサイトカ

イン等の機能改変の研究開発を行う。 

進化分子工学的手法によって当グループが独自に開発

した、抗体の非天然型構造を認識する人工タンパク質

AF.2A1を用い、これを解析素子とした表面プラズモン

共鳴（SPR）および酵素結合免疫吸着法（ELISA）に基

づく治療用抗体の品質評価技術開発を進めた。AF.2A1

は、天然型抗体に極微量混入した非天然型抗体を混入率

0.01%以下の感度で検出することが可能であり、サイズ

排除クロマトグラフィ等の既存技術を感度・スループッ

ト性の両面において上回る、新たな抗体医薬品質評価技

術となることを示した。 

バイオ医薬品として認可済みのサイトカインタンパク

質の生体内代謝安定性を向上させた後続バイオ医薬品の

開発を目指して、同タンパク質を構成するポリペプチド

主鎖の両末端を連結した環状化サイトカインを合成し、

その in vitro 分子特性解析を行った。具体的には、円偏

光二色性測定器を用いた熱安定性解析、NFS-60培養細

胞を用いた細胞増殖活性測定、エキソプロテアーゼとの

混合物の電気泳動評価によるプロテアーゼ分解耐性の3

つの特性を評価した。その結果、昨年度の結果も併せて、

環状化サイトカインのレセプター結合活性および細胞増

殖活性は野生型と同等であり、かつその構造安定性とプ

ロテアーゼ分解耐性は野生型より優れたものであること

が明らかなった。 

有用な活性を有するサイトカイン類に抗体断片等を結

合させ細胞認識特異性を付与することは、次世代のバイ

オ医薬創製のための重要な基盤技術の一つである。がん

細胞などに対して細胞死を誘導するヒトFasリガンドの

機能を損なうことなく他の化合物やタンパク質との結合

を可能にすることを目的として、その細胞外ドメインの

N末端部位にシステイン残基を含有するタグ配列を付加

した誘導体のピキア酵母を宿主とする発現生産系を構築

した。当該誘導体タンパク質とマレイミド基を有する化

合物と反応させることにより、標的細胞に対する細胞死

誘導の要であるヒトFasレセプターに対する結合活性を

保持した部位特異的化学修飾体を調製する方法を開発し

た。 

タンパク質の立体構造は機能の理解や高機能化の設計

には不可欠な情報であるが、構造が決定されていないタ

ンパク質のほうがはるかに多いのが現実である。結晶化

条件探索を合理化するための情報を取得するために、ポ

リエチレングリコールといろいろな塩の組み合わせによ

るタンパク質の会合について調べ、解析を行った。沈殿

剤として塩単独で用いる場合とポリエチレングリコール

を一緒に用いる場合とでは、塩の種類依存性が逆転する

ことが観察された。タンパク質間領域とそれ以外の領域

とで溶媒の組成に違いが生じる、即ちタンパク質を取り

囲む溶媒領域が1相か2相かによることが原因であると考

えれば、ポリエチレングリコールによる浸透圧の増加（長

距離的な効果）と塩から解離したイオンによるタンパク

質からの電場の遮蔽（短距離的な効果）で無理なく説明

できることがわかった。この会合機構は、結晶の形成を

可能とする濃度も適切に見積もることができることも明

らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］タンパク質、分子設計、立体構造、人工

タンパク質、バイオ医薬品、分子進化工

学、膜タンパク質 

 

［テーマ題目５］微生物の細胞育種技術の開発 

［研究代表者］福田 展雄（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］福田 展雄（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

微生物が有する高度な機能の広範な産業利用を促すた

め、酵母の接合型変換および接合応答制御技術を確立し、

交配育種への応用を目指す。また、酵母のシグナル伝達
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経路をヒト受容体の機能解析へと利用するための基盤技

術を開発し、創薬候補物質の探索での活用を図る。 

平成25年度は、交配育種への利用を目指して、接合能

を有する酵母細胞をスクリーニングする方法の開発に注

力した。酵母の交配育種では、a 型およびα型酵母を掛

け合わせて新株を創製する。産業利用される酵母は、接

合能を有さない a/α型の接合型をもつが、これらを培養

していると、接合能を有するａ型およびα型酵母が極低

頻度で出現することが知られている。そこで、a 型また

はα型細胞特異的に選択マーカー遺伝子を発現する技術

を確立することで、a/α型酵母から派生した接合能を有

する酵母細胞を、効率的に単離することに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］酵母、交配、接合 

 

［テーマ題目６］微細藻類育種技術のための多糖類利用

技術の開発 

［研究代表者］芝上 基成 

（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］芝上 基成（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

微細藻類が有する物質産生機能の広範な産業利用を促

すため、高付加価値化合物物質産生機能の改良およびこ

れらの物質の利用技術の開発をあわせて図る必要がある。

本課題では特徴ある産生物質の中で最も複雑な構造をも

つ多糖類について利用技術を確立し、その出口を明確に

することで微細藻類の産業利用を促進することを目的と

する。 

具体的にはミドリムシ（ユーグレナ）が産生する多糖

（パラミロン）に着目した。パラミロンはミドリムシの

細胞内に多量に蓄積され、またその純度は極めて高いた

めに工業原料としてのポテンシャルを有している。パラ

ミロンはブドウ糖が数千個連なった高分子であり、同じ

くブドウ糖高分子であるセルロースと構造的に極めて近

いが、その性質や分子集合様式は大きく異なることから、

セルロースとは異なる物性を発揮する材料素材としての

活用が期待される。平成25年度はパラミロンを出発原料

として長鎖アルキル基などの官能基を化学反応により導

入することで、高い熱可塑性と機械的強度を併せ持つ熱

可塑性樹脂としての利用可能性を示すことが出来た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微細藻類、熱可塑性樹脂 

 

［テーマ題目７］RNA 合成酵素の反応制御機構 

［研究代表者］富田 耕造 

（RNA プロセシング研究グループ） 

［研究担当者］富田 耕造、竹下 大二郎、杉本 崇 

（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

本テーマ課題では、典型的な鋳型を用いない RNA 合

成酵素、ウイルス由来の宿主因子と複合体を形成して機

能する RNA 合成酵素、そして高次生命現象発現に関与

するマイクロRNAの代謝等にかかわる特殊な鋳型RNA
合成酵素群に注目し、それらの酵素群の反応制御基盤を

明らかにすることを目的とする。 

本年度は、典型的な鋳型を用いない RNA 合成酵素の

うち tRNAの修復をする酵素、CC付加酵素の基質認識、

反応機構、ウイルス RNA の複製能力を有する翻訳関連

因子と複合体を形成する RNA 合成酵素の RNA 複製に

おける翻訳関連因子の役割解明、マイクロ RNA の分解、

代謝に関与する鋳型非依存的 RNA 合成酵素の反応制御

機構を明らかにすることを目指して研究を遂行した。 

具体的には、細菌由来の CC 付加酵素、単体、tRNA
との複合体の X 線結晶構造解析、Qβウイルスの RNA
複製能力を有する酵素複合体のX線結晶構造解析を行っ

た。また、マイクロ RNA の代謝にかかわる鋳型非依存

的に RNA 合成酵素に相互作用する因子の質量分析、と

その酵素の結晶化などをおこなった。 

CC 付加酵素と tRNA の複合体の構造決定することに

成功し、反応開始から反応終結に至る複数の状態の可視

化に成功した。tRNA 認識の分子構造基盤やヌクレオチ

ドの特異性の分子構造基盤、動的反応分子機構が明らか

になった。また、ウイルス由来の RNA 複製酵素に関し

ては3つの宿主蛋白室を含む、ウイルス RNA 複製能を有

した4者複合体の構造を決定することに成功し、宿主因子

の結合様式が明らかになった。特に、宿主蛋白質のうち

リボゾーム蛋白質と RNA 合成酵素との詳細な結合様式、

RNA 複製開始と終結においてリボゾーム蛋白質が複製

開始と終結反応における役割が示唆された。今後、RNA
との複合体の構造解析を進め、RNA 複製における詳細

な役割を明らかにして行く予定である。また、ヒト由来

の、マイクロ RNA の代謝分解のシグナルを、RNA へ付

加する鋳型非依存的 RNA 合成酵素に関しては、これら

のヒト細胞での恒常的発現細胞を樹立し、この細胞を用

いて、これらの RNA 合成酵素と相互作用する蛋白質因

子を質量分析によって解析をおこなった。この中から、

実際にウエスタンブロティングにより相互作用をしてい

るものを同定し、それらが実際にマイクロ RNA の分解、

代謝に関わっていることを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNA 合成、ウイルス、RNA、反応制御、

機能、構造 

 

［テーマ題目８］ナノマテリアル材料を利用した高性能

センシング素子開発 

［研究代表者］丹羽 修（ナノバイオデバイス研究グル

ープ） 

［研究担当者］丹羽 修、佐藤 縁、鈴木 祥夫、 

吉岡 恭子、栗田 僚二、加藤 大 

（常勤職員6名、他5名） 
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［研 究 内 容］ 

本テーマでは、バイオ界面研究グループ、矢吹総括主

幹と協力し、疾病マーカー分子などを高い感度と選択性

で検出するためのカーボン系薄膜材料、自己組織膜など

有機系の分子を利用した分子認識界面の構築、免疫法な

どを用いた新規検出手法やデバイスの開発を目指してい

る。大きく分けると、(1)スパッタカーボン薄膜やナノ材

料を用いた電極基板開発とバイオセンシングへの展開 

(2)分子認識ソフト界面を利用したレクチン等の高感度

認識膜の開発(3)免疫センシング法をベースとした配列

特異的なメチル化 DNA 検出法やホルモン検出、更に新

規なセンシングデバイスの開発である。(1)では、電子サ

イクロトロン共鳴（ECR）スパッタ法やアンバランスト

マグネトロン（UBM）スパッタ法を用いて、電極触媒作

用を付与することで電気化学検出が困難、或いは反応電

位が高い物質の検出可能な電極を開発した。具体的には、

カーボン膜の形成時に窒素ガスを共存させて、窒素を含

むカーボン膜を形成し、低電位での酸素や過酸化水素の

検出、或いは核酸分子の検出を実証した。また、共スパ

ッタが可能な UBM スパッタ装置を用いてカーボンと金

属を同時にスパッタすることにより、金属ナノ粒子がド

ープされたハイブリッド型カーボン薄膜電極を形成し、

予備実験を行って電気化学触媒活性が高いことを確認し

た。 

ナノカーボン薄膜を用いた内毒素（リポポリサッカラ

イド：LPS）の高感度電気化学バイオセンシングへの応

用では、昨年度、確立した LPS を吸着する高分子を修飾

し、LPS を吸着させた後、LPS 認識プローブ（LPS 結

合性のポリミキシン B に酵素を標識した分子）を結合さ

せ、基質の酵素反応により生成した電気化学活性種を測

定する方法について、S/N 比向上のために、反応液中の

イオン種、イオン濃度や共存種などを検討し、LPS 認識

プローブの非特異吸着抑制について検討を行った。また、

マイクロ流路を用いて高感度化、試料の微量化、測定時

間の短縮を図るため、金型を用いて LPS 吸着高分子ビー

ズを充填する部分を有するシリコンゴム（PDMS）製の

マイクロ流路を試作し、LPS 吸着ビーズの高効率充填の

ための構造を最適化した。今後は、検出用の電極を下流

に組み込んで、マイクロ流路化での測定を実施すると同

時に、新規な LPS 認識プローブの開発を有機合成により

行い、目標検出限界を達成する予定である。 

次にナノ構造を表面に有するカーボン薄膜電極を利用

した薬物代謝と阻害を電気化学的に検出可能なセンサー

開発では、チトクローム P450（CYP）とカーボンナノ

ファイバーを固定化した薄膜カーボン電極を用いて測定

を行い、電極と CYP の直接電子移動に基づく酸素還元

電流の大幅な増加と、酵素の基質となる薬剤を加えた時

の還元電流の増加や阻害剤を加えた時の電流値の大幅な

低下を観測でき、薬物代謝を簡便に調べるバイオセンサ

としての基本的な動作を確認することができた。同様に、

表面にナノレベルの粗さをもつ導電性酸化物の電極（イ

ンジウム－錫酸化物：ITO）では、純度が低い CYP を固

定化しても薬物代謝が電流計測でき、ITO が CYP との

直接電子移動に極めて適していることを確認した。また、

CYP は、幾つかの種類があるので、代謝を複数の酵素を

用いて同時測定するため、PDMS 製のマイクロ流路に複

数の電極を組み込んだデバイスを試作し、まず流路内の

流れ特性を評価した。 

 (2)では、糖鎖末端を有する自己組織化膜材料とアルカ

ンチオールを用いたハイブリッド型自己組織化膜を形成

し、レクチン認識の感度向上について引き続き検討した。

レクチンを認識する糖鎖末端を有するチオール化合物と

電気化学活性基であるフェロセンを末端に有するチオー

ル化合物をハイブリッドした自己組織化膜を用いて、外

部電場刺激がレクチンの高感度認識に有効であることを

確認した。ガレクチン類の種類区別検出について、糖鎖

修飾微粒子を用いて高感度かつ選択的検出につながる結

果を得た。 

 (3)では、昨年度合成オリゴマーで原理を確認したシー

ケンス選択的なメチルシトシンのイムノアッセイ法につ

いて、本年度は長鎖 DNA をターゲットとし、非標識の

表面プラズモン共鳴（SPR）法で検出することに成功し

た。具体的には、ゲノム DNA を制限酵素処理により適

当な長さに切断した後、測定対象の（メチル）シトシン

のみとミスマッチを形成する相補的なビオチン化プロー

ブ DNA を混合する。本混合溶液をアビジン修飾 SPR セ

ンサへ導入後、抗メチルシトシン抗体を導入することで、

測定対象シトシンのメチル化状態を選択的に検出するこ

とに成功した。また、免疫センシングデバイスの簡便な

検出デバイス開発を目的として、有機 FET を利用した

生体分子センサの検討を山形大学と共同して行い、アビ

ジン－ビオチン結合による表面荷電の変化を有機 FET
で計測することに成功した。 

最後に他部門との協力として、環境管理部門主幹のプ

ロジェクト：アジア戦略「水プロジェクト」に参加し、

ナノカーボン薄膜電極を用いて環境中の重金属イオン

（カドミウムや鉛イオン）を電極上に濃縮し、その後酸

化するアノーディックストリッピング法で高感度検出を

試みた。今年度は、カーボン膜の種類を詳細に検討し、

検出限界向上に適したカーボン中のダイヤモンド（sp3）

結合とグラファイト結合（sp2）の比を最適化することに

成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノカーボン薄膜、電気化学測定、ナノ

構造体、窒素ドープカーボン、金属ナノ

粒子、薬剤管理、内毒素、薬物代謝測定、

遺伝子関連分子、表面プラズモン共鳴、

イムノアッセイ、レクチン、表面修飾材

料、重金属測定 
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［テーマ題目９］機能性界面構築技術の開発 

［研究代表者］田中 睦生（バイオ界面研究グループ） 

［研究担当者］田中 睦生、澤口 隆博、根本 直、 

石井 則行、平田 芳樹、村上 悌一 

（常勤職員6名､他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、界面に関する様々な知見に基づく基盤

的な研究を行うと同時に、ナノバイオデバイス研究グル

ープをはじめとした他の研究グループや機関と協力して

界面構築に関する基盤技術を展開し、疾病マーカー分子

等、生体関連物質を計測するバイオセンシングシステム

の新規構築を目指している。 

 センシング界面構築材料として、抗体や酵素など機能

性タンパク質を共有結合固定化できる表面修飾材料、タ

ンパク質の非特異吸着を抑制する表面修飾材料、レクチ

ンを検出できる糖鎖を導入した表面修飾材料等の開発や、

免疫に関わる補体タンパク質を検出できる機能性タンパ

ク質である補体レセプター等、センシング界面構築に有

用な機能性タンパク質の産生・分離法などを検討してい

る。これらの界面構築材料を用いて界面を構築し、界面

の構造と機能を解析し、目的とした機能性界面構築法の

確立へと展開している。界面構造解析においては、原子

間力顕微鏡（AFM）や走査型トンネル顕微鏡（STM）

等の走査型プローブ顕微鏡や透過型電子顕微鏡（TEM）

を用いて分子レベルでの構造解析を行っている。 

 バイオセンサーの開発では、センシング界面へのタン

パク質の非特異吸着を抑制する必要がある。タンパク質

の非特異吸着抑制には、界面の水和分子が寄与している

ことが示唆されているが、界面の水和分子を観測する手

法は見いだされていない。そこで従来の AFM を改造す

ることによって、界面近傍での水和分子層構造について

の情報を得ることができるようになった。本手法を用い

て、今までに開発した非特異吸着抑制表面修飾材料の界

面水和分子構造による体系的評価が可能になった。AFM、

STM、X 線光電子分光分析法（XPS）等による表面解析

を行い、その結果を踏まえてセンシング界面最適化を施

したチップを用いた導波モードセンサーで、抗レプチン

抗体によるイムノアッセイを行った。非標識検出法で数

十 ng/mL、二次抗体を用いることによって数 ng/mL の

濃度のレプチンを検出できることを見いだした。これら

の界面構築技術は、臨床現場で迅速に検査（POTC）で

きるセンシングシステムとして開発しているオシレータ

ーセンサーにも適用可能であることを見いだした。さら

には、イメージング手法への展開を目的として、TEM の

要素技術開発を行った。 

 糖鎖を導入した表面修飾材料の開発等で培った合成技

術を基盤に、新たな界面構築材料となり得る核酸合成法

の開発を検討した。核酸を表面修飾材料として用いるに

は、従来の固相合成法とは異なる大量合成法の開発が必

要であることから、大量合成可能な均一系での合成手法

確立を目標とし、DNA や RNA モノマーの有用な合成法

を見いだした。 

 生体の代謝生成物に代表されるように、多種多様な物

質の混合物解析は困難である。そこで多変量解析法と核

磁気共鳴法等の分光学的手法を組み合わせて代謝生成物

等を包括的に解析できるプロファイリング法を開発し、

その手法の普及を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］表面修飾材料、機能性タンパク質、非特

異吸着抑制、走査型プローブ顕微鏡、導

波モードセンサー、オシレーターセンサ

ー、プロファイリング 

 

［テーマ題目10］バイオ計測の信頼性確保および比較互

換性の確保に向けた研究開発 

［研究代表者］関口 勇地 

（バイオメジャー研究グループ） 

［研究担当者］関口 勇地、川原崎 守、水野 敬文、

陶山 哲志、野田 尚宏、松倉 智子、

三輪田 恭子（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオ計測の信頼性確保、およびその国内及び国際的

な比較互換性の確保（基準測定法の確立、標準物質の整

備など）に向け、そのための課題整理と標準化ニーズ調

査を進めるとともに、必要な技術的検討を行った。バイ

オ標準に関する基盤技術の確立とバイオ標準物質の開発、

整備を実施し、NMIJ から新たな RNA 認証標準物質の

頒布を開始した。また、バイオ計測の精度管理方法の開

発として、次世代シークエンサーによる遺伝子定量技術

の品質管理用核酸候補標準品の有用性の評価を実施した。

また、DNA マイクロアレイ技術に関するバイオ計測の

国際標準化に必要な研究開発を実施した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］標準化、遺伝子、DNA 定量、PCR、 
DNA 標準物質、RNA 標準物質、国際比

較 

 

［テーマ題目11］バイオ計測基盤技術の研究開発 

［研究代表者］関口 勇地 

（バイオメジャー研究グループ） 

［研究担当者］関口 勇地、川原崎 守、水野 敬文、

陶山 哲志、野田 尚宏、松倉 智子、

三輪田 恭子（常勤職員7名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 核酸や動物細胞を中心に、それら生体由来物質の計測

技術（バイオ計測技術）を進展させるための基盤技術の

開発を実施した。遺伝子量評価、あるいは遺伝子発現解

析を念頭に、核酸を配列特異的に検出、定量を行う新規

な手法の応用研究を行い、昨年度に引き続き他機関と共

同でその臨床的妥当性等の検証を実施した。また、微生
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物由来核酸の定量技術の開発を実施し、スパイクイン

16S rRNA 遺伝子による微生物相解析技術の品質管理方

法を各種環境試料の評価に応用した。また、ヘリカーゼ

などの核酸と相互作用する酵素の活性を迅速かつ網羅的

に評価するための基盤技術開発とその応用を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子、DNA 定量、PCR、マイクロチ

ップ、細胞機能評価、動物細胞、凍結保

存、バイアビリティー、バイオイメージ

ング 

 

［テーマ題目12］神経疾患モデル動物の作製と分子動態

可視化技術の開発 

［研究代表者］戸井 基道（脳遺伝子研究グループ） 

［研究担当者］戸井 基道、加藤 薫、海老原 達彦、

落石 知世、梶原 利一、波平 昌一 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 疾患発症の分子メカニズムの解明とそれに対する創薬

支援技術の開発には、病態解析や様々な薬効解析を可能

にするモデル動物の作製が非常に有効である。特に脳神

経疾患や精神疾患については、その分子機構の詳細が不

明なものが多く、現在においても有効な治療方法や効果

的な薬剤の開発には至っていない。そこで、特に神経変

性や神経細胞死を誘発する神経疾患の原因タンパク質に

ついて、その分子レベルでの細胞内動態解析と、その動

態変化に基づいた創薬候補物質スクリーニングに利用可

能なトランスジェニック動物の作製と解析を進めている。

昨年度までに作製した、アルツハイマー病の主要原因タ

ンパク質であるアミロイドベータ可視化動物を使用し、

生細胞内でのアミロイドベータ融合タンパク質の動態解

析と個体での解析を進めた。GFP 単独、あるいは Aβ

-GFP 融合タンパク質を発現させたもの、アミロイドベ

ータの凝集を抑制する変異を導入した Aβ-GFP などを

細胞に発現させた。蛍光分子相関法を用い、発現したタ

ンパク質の分子当りの蛍光強度や拡散速度を測定し、細

胞内の凝集状態を推測した。その結果、作製した Aβ

-GFP は、発現量の増加に依存して、2～10分子程度の多

量体化した割合も増加する事が明らかになった。したが

って、開発した融合タンパク質は、生細胞内において確

かにオリゴマー状態で分布している事が明らかになった。

これらの融合タンパク質を発現させた線虫の神経系にお

いて、Aβ-GFP はシナプス部に強く集積している事、

若齢期には蛍光が強くオリゴマー状態であるが、老齢期

になるにつれて蛍光が消失し、強く凝集している事が分

かった。また、老化に伴う神経細胞死の増加も観察され

た。Aβ-GFP トランスジェニックマウスについても、

脳内の発現解析と併せてシナプス形成異常や細胞死の解

析を進めている。並行して、エピジェネティック変化と

脳機能の解析に利用する、部位特異的・時期特異的に

DNA メチル化を制御するトランスジェニックマウスの

作製にも成功した。 

また、これらの可視化細胞や可視化動物の観察に必要

とされる顕微鏡システムの開発に向けて、超解像観察に

適したサンプル作製法の開発を進めた。細胞培養時の条

件やサンプル作製の改良により、細胞内の微細な構造変

化を100nm の分解能でライブイメージングする事に成

功した。同様に、細胞内小器官であるミトコンドリア内

部の構造解析にも成功している。来年度以降これらの観

察システムを用いて、作製した疾患モデル動物における

神経構造の変化やタンパク質動態、組織レベルでの神経

情報伝達の異常を解析していく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脳神経疾患、トランスジェニック動物、

細胞内分子動態、可視化解析 

 

［テーマ題目13］分子進化工学を用いた生体分子の高機

能化 

［研究代表者］近江谷 克裕（脳機能調節因子研究グル

ープ） 

［研究担当者］近江谷 克裕、近藤 哲朗、稲垣 英利、

木村 忠史、大塚 幸雄 

（常勤職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

「分子進化工学を用いた生体分子の高機能化」 

 生物の細胞間・細胞内の情報伝達は生体分子の相互作

用により制御されている。その中でも特に神経細胞に存

在する受容体やイオンチャネルなどを標的とした生理活

性ペプチド、生物毒などに注目し、標的分子認識メカニ

ズムを解析しそれを利用した創薬基盤技術開発・機器開

発を行う。 

 ヘビ・クモなどの毒腺には様々な生理活性ペプチドが

存在する。これらの分子は自然界において長い時間をか

けた進化の過程で特化した機能、すなわち標的分子を特

異的に認識し結合する能力を獲得している分子であると

考えられる。これら生理活性ペプチドの単離精製・遺伝

子解析の過程で、これらの分子の構造上の特徴はその基

本骨格は保たれているが標的を認識する部位は変化に富

んでいることが内外の研究により明らかにされてきた。

この遺伝子配列上の特徴を利用して標的認識部位配列を

人工的にランダム配列化させた cDNA ライブラリーを

作製した。指向的分子進化工学手法を用いて目的の標的

分子に結合する活性分子の探索技術開発を行った。

Three Finger モチーフや Inhibitor Cystine Knot （ICK）

モチーフ配列をもとに作製した人工 cDNA ライブラリ

ーを従来より開発中の大腸菌発現クローニング実験系に

発現させて標的とする分子を認識するペプチド配列の同

定を行った。標的分子としてヒト遺伝子配列 G タンパク

質共役受容体（GPCR）やイオンチャネルなどの膜タン

パク質を大腸菌内膜に発現させた。本来のヒト細胞で細
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胞外ドメイン部分をペリプラズム側に発現させるべく大

腸菌遺伝子産物との融合タンパク質として発現させた。

また、同時にペリプラズム内に人工 cDNA ライブラリー

転写産物を目的標的分子に結合する遺伝子産物の選択を

行った。選択に際して次世代シークエンサーを用いた配

列解析を行い、従来法より多種類の配列を迅速に解析す

ることが可能であることが確認された。また、作製され

た生理活性ペプチドの効果を評価する材料となるヒト神

経幹細胞の長期培養法と分化誘導技術を確立した。開発

中の手法により得られるペプチドの配列・立体構造情報

などが創薬の際有効に利用されることが期待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］指向的分子進化工学、生理活性ペプチ 

ド、膜タンパク質 

 

［テーマ題目14］細胞増殖因子の新規機能とシグナル伝

達機構の研究 

［研究代表者］今村 亨（シグナル分子研究グループ） 

［研究担当者］今村 亨、鈴木 理、浅田 眞弘、 

岡田 知子（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 シグナル分子群の中で生体機能制御の鍵分子である、

細胞増殖因子の新規機能とそこに介在するシグナル伝達

機構の解明を通じ、得られた知見を基に、新たな創薬タ

ーゲットの発掘や新たな生体機能制御技術の開発を行う

ことを、目標としている。一つの標的分子として、代謝

調節ホルモン（シグナル分子）である FGF19について、

世界をリードする研究成果を取得し発表した。すなわち、

ヒトなどが食事をすると、胆汁の刺激により腸管で

FGF19（ヒト）/FGF15（マウス）が産生され、血流に

のって肝臓に到達し、肝臓における胆汁酸の合成を抑制

したり、グリコーゲンとして糖を貯蔵する肝臓機能を調

節したりする。この際、生理的濃度の FGF19が特異的活

性を発揮するためには、FGF 受容体4と補助受容体β－

クロトーに加え、硫酸化グリコサミノグリカンが必要で

あることを初めて示した。一方、その反応はヒトと実験

動物であるマウスでは大きく特異性が異なることも示し

た。この発見は、動物実験を介してヒト用の医薬を開発

する際の重要な注意点として高く注目された。これらの

知見の啓蒙を、複数の大学や製薬会社研究員などを対象

とする講演などを通じて行い、創薬の研究領域に大きな

影響を与えた。さらに別の標的分子として、細胞内局在

分子である FGF13について、極めて新しい知見を得た。

すなわち、シスプラチンなど白金錯体の抗癌剤に耐性を

獲得した癌細胞における、薬剤耐性を獲得する基盤とし

て、FGF13遺伝子の高レベル発現が必要である分子機構

を実証した。さらに、この抗癌剤を治療に用いた癌患者

の治療成績について、今回明らかにした分子機構が関与

することを示す結果も得た。これらの成果は平成25年度

に論文発表し、臨床における有用性に関する医療機関と

共同の解析展開を計画した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］シグナル分子、ホルモン、メタボリズム、

硫酸化グリコサミノグリカン、糖鎖、癌、

癌細胞、子宮頸癌、シスプラチン、耐性 

 

［テーマ題目15］癌のシグナル伝達関連遺伝子の機能解

明による診断・治療への利用 

［研究代表者］木山 亮一（シグナル分子研究グループ） 

［研究担当者］木山 亮一（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、腎癌の包括的遺伝子変異解析とポジショ

ナルクローニングにより見出された癌抑制遺伝子 Kank

について、様々な細胞機能への関与とそれに関わる細胞

内シグナル伝達メカニズムを解明することで、癌のメカ

ニズムの解明と癌の診断・治療や創薬への利用を目標と

した基礎研究を行っている。Kank タンパク質は、様々

な低分子量 G タンパク質と相互作用をすることでそれ

らに関わる細胞機能の制御に関与している。例えば、Rho
ファミリー低分子量 G タンパク質に属する RhoA/ 
Rac1/Cdc42と相互作用をすることでアクチン重合反応

の制御を介して細胞運動の制御を行っており、細胞内輸

送に関わる低分子量Gタンパク質Arf1のGEF（Guanine 
Nucleotide Exchange Factor）である BIG1などと相互

作用をすることで、細胞内輸送の制御に関わっている。

本年度は、Kank タンパク質と相互作用する細胞分裂に

関わる低分子量 G タンパク質に関する解析を行い、

Kank タンパク質が細胞分裂の制御に関わっていること

を見出した。また、腎癌のサブタイプによって Kank 遺

伝子の発現が異なることがわかったので、病理診断への

利用を目標として、Kank と CK7及び CD10の3つのマー

カーと DAPI による細胞核染色を組み合わせた4重蛍光

免疫染色法を開発し、淡明細胞癌、嫌色素癌、乳頭癌な

どの腎癌のサブタイプの染色を行いそれらの病理データ

を解析した。また、退光しない蛍光色素を用いることで、

今まで不可能だった複数のマーカーによる多重免疫染色

を行った病理検体の長期保存を可能にする技術を開発し

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］癌抑制遺伝子、細胞運動、シグナル伝達、

免疫組織化学法 

 

［テーマ題目16］放射線障害の防護方法の開発 

［研究代表者］今村 亨（シグナル分子研究グループ） 

［研究担当者］今村 亨、浅田 眞弘、岡田 知子、 

鈴木 理（シグナル分子研究グループ）、

古川 功治、高橋 淳子（分子複合医薬

研究グループ）（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、放射線障害の予防・治療薬の必要性が広く認識
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されている。我々は、高線量放射線被ばくによる障害の

予防・治療に向けた細胞増殖因子の利用を目指してきた。

まず、繊維芽細胞増殖因子（fibroblast growth factor 
(FGF)）群のなかで FGF1、FGF7、FGF10に、X 線照

射後のマウス腸管の生存クリプト数減少を抑制し、骨髄

におけるアポトーシスマーカー出現を抑える効果を確認

した。さらに、腸管の障害防止効果においては、これら

の中で FGF1が優れていることを示した。FGF1は全ての

FGF 受容体を活性化することからその効果を発揮でき

る組織範囲が広いと考察された。さらに、FGF1の基本

特性の多くを兼ね備えつつ、分子安定性の高いキメラ細

胞増殖因子 FGFC について、その実用化に向けて、放射

線の影響の防護に関する有効性を多面的動物実験によっ

て評価した。平成25年度は、FGFC の優れた放射線防護

活性の実証を、複数の評価系でさらに進めた。特に、放

射線を被ばくした個体の免疫系において免疫細胞数が減

少した後に回復する際、細胞集団の偏った増殖と自己免

疫疾患発症に繋がる可能性が、FGFC 投与によって抑制

しうるという、新規かつ有用な効果を見出した。さらに、

FGFC を医薬製品とする際の必須開発項目である、品質

の高い組換え FGFC タンパク質の大量生産・精製につい

ても、その開発に着手し、順調な途中経過を得た。これ

らのことより、放射線がもたらす障害から生体を防護す

る医薬として FGFC を開発するための基盤整備が着実

に進行した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］放射線、障害防護、細胞増殖因子 

 

［テーマ題目17］電子線単粒子解析法の開発と新たなタ

ンパク質構造の解明 

［研究代表者］佐藤 主税（構造生理研究グループ） 

［研究担当者］佐藤 主税、小椋 俊彦（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 Diffration に依存する光学顕微鏡は光の波長が数百

nm のため、分解能はこの値から大きく離れることは難

しい。これに対して、電子顕微鏡は2Åにも達する高い分

解能を誇る。しかしタンパク質は電子線照射にあまり耐

性が大きなく、照射量が限られるため微かに薄い像とし

てしか写らない。薄い像でも膨大な数の電顕像を組み合

わせれば、高分解能の3次元構造を計算できる。我々は、

この単粒子解析アルゴリズムを、情報学を駆使して開発

し、神経興奮の発生や、Ca シグナル、痛みの伝達に重

要なイオンチャネルを中心に研究してきた。イオンチャ

ネルは脳において、神経興奮を司る重要な役割を果たし、

イオンを情報伝達物質として制御することで様々な高次

機能を実現している。しかし、チャネルの構造解明は結

晶をつくることの難しさから容易ではない。我々は結晶

を必要としない単粒子解析を開発し、これを用いて、Na
チャンネル、IP3受容体チャンネル、TRP チャネル、ORAI
等様々の心臓疾患や免疫疾患に対する創薬に重要なタン

パク質構造を解明してきた。25年度は、さらに単粒子解

析法を開発し、細胞骨格のタンパク質である微小管や

SecDF 等の構造変化の解明に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、単粒子解析、イオンチャン

ネル 

 

［テーマ題目18］新しい SEM 電子顕微鏡技術の開発 

［研究代表者］佐藤 主税（構造生理研究グループ） 

［研究担当者］佐藤 主税、小椋 俊彦（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 光顕は生きたまま細胞を観察できる素晴らしいツール

である。しかし、その分解能は紫外線の波長でも200nm
と大きい。電子顕微鏡は、光学顕微鏡では到達し得ない

高分解能を達成するツールであり、サブ nm レベルの分

解能を誇る。しかし、サンプルを真空に置く必要がある。

電子顕微鏡は真空に耐えるためには、脱水や蒸着等の長

い処理が必要で、柔らかい細胞内構造は壊されることも

多い。走査電子顕微鏡 SEM の技術を最新の半導体製造

用薄膜技術や細胞培養技術と融合させ、これまでに観察

不可能であった細胞内のダイナミックな構造変化を、自

然な状態で観察する ASEM を開発した。ASEM は液体

中で8nm の分解能で観察できる電子顕微鏡である。

ASEM は疎水処理を必要としないために免疫電顕とし

ても抗原の保護性能が高く、様々な抗原が検出できる。

そのため、金による免疫ラベルや染色法の開発により、

今問題となっている様々な疾患に関連するタンパク質の

細胞内での局在などを決定する。さらに様々な生物の微

細構造、細胞内小器官の観察を可能とする。25年度は、

さらに ASEM による免疫電顕法によりニューロンの軸

索内区画化などの無染色観察に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、光学顕微鏡、細胞内小器官 

 

［テーマ題目19］ナノニードルアレイを用いた革新的細

胞分離解析技術の開発 

［研究代表者］中村 史 

（セルメカニクス研究グループ） 

［研究担当者］中村 史、小林 健（集積マイクロシス

テム研究センター）、山村 昌平（健康工

学研究部門）、（常勤職員3名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、従来標的に出来なかった細胞内のマーカ

ータンパク質を標的とした新しい細胞分離技術の開発を

目的とした。5mm 角のシリコンウエハ上に、直径200nm、

長さ20µm のナノニードルが、100×100本、計1万本規則

正しく配列したナノニードルアレイを作製した。このナ

ノニードルアレイを、標的タンパク質を結合する抗体で

修飾し、基板上に配列した1万個の細胞に同時に挿入する。

細胞内部の標的タンパク質を抗体で結合しナノニードル
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アレイを引き上げることにより、標的細胞のみを機械的

に釣り上げ、分離することを原理とする。 

従来の化学修飾法による抗体修飾では、数 nN の抗体

結合力であった。MPC ポリマーと、ZZ-BNC を用いた

抗体修飾を検討したところ、いずれもネスチン陽性の

P19細胞で30nN を超える結合力を達成した。また10nN
以上の結合力を再現性良く得るには、ZZ-BNC の方が優

れていることが分った。一方で、ネスチン陰性の NIH3T3
では、平均2nN の非特異的相互作用が観察され、細胞ア

レイでは2nN を越える接着力に調製する必要があるこ

とが明らかとなった。細胞アレイ調製の各種条件を最適

化した結果、ナノニードル直下に1個1個細胞が配列した

細胞アレイの作製が可能となり、最大で95%の細胞充填

率を達成した。また、ナノニードルアレイの直下に細胞

は正確に配列していなければならないが、1mM 以上の

BAM インク液を用いることで、中心軸から5µm 以上重

心がずれた細胞を5%以下にすることが可能であった。さ

らなる検討の結果、P19、NIH3T3ともに約10nN に調製

することが可能であった。P19、NIH3T3混合細胞アレイ

と抗体修飾ナノニードルを用い、細胞分離の検証を行っ

た結果、24%の P19の回収に成功した。また、NIH3T3
の誤回収率は5%に留まった。これらの結果はネスチン陽

性の P19に特異的な細胞分離が可能であることを示して

いる。 

本技術は、幹細胞から分化誘導した細胞群の回収する

技術に発展するものである。マウス iPS 細胞から神経細

胞へ分化誘導し、分化マーカーとなるネスチンを発現し

た細胞の分離に取り組み、分化誘導したマウス iPS 細胞

集団を用いても、充填率90%以上の細胞アレイを作製出

来ることを確認した。またさらに、未分化 iPS 細胞につ

いても、マーカーとなりうるビメンチンを標的として、

原理的に分離が可能であることを確認している。 

このように、本技術は iPS 細胞に対して適用可能であ

り、iPS 細胞の実用化に資する技術に発展することが今

後期待される。本研究では、生細胞を抗体修飾ナノニー

ドルで釣り上げて分離可能であることを実証し、多数細

胞の同時処理を実現した。他にも、細胞内の浮遊状態の

タンパク質を標的として、抽出の後に細胞外で検出し、

アレイ上の細胞を特定することも期待でき、生細胞のタ

ンパク質検出技術として汎用性の高い技術に発展すると

考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞分離、抗原抗体反応、ナノニードル、

AFM、接着制御 

 

［テーマ題目20］アクチンフィラメントの力学応答と機

能分化 

［研究代表者］上田 太郎 

（セルメカニクス研究グループ） 

［研究担当者］上田 太郎、長崎 晃 

（常勤職員2名、他5名） 

［研究内容］ 

 アクチンフィラメントは、真核細胞の細胞運動や細胞

内物質輸送等のさまざまな現象で非常に重要な機能を果

たしている。たとえば、運動中の細胞性粘菌アメーバの

前部では、アクチンフィラメントの伸張が仮足を前方に

押しだし、後部ではミオシン II と相互作用して後端を収

縮させる。このように、細胞内にはアクチンフィラメン

トを主成分とする多様な構造が共存し、それぞれ特異的

な機能を果たしている。このようなアクチンフィラメン

トの機能分化は、相互作用しているタンパク質の差異に

基づくと考えられているが、個々のアクチンフィラメン

トが、どのようにして適切なアクチン結合タンパク質と

結合するのかについてはよく分かっていない。これに対

してわれわれは、細胞内アクチンフィラメントのこうし

た機能分化には、外力や特異的アクチン結合タンパク質

によるフィラメントの構造変化が重要な機能を果たして

いるのではないかという仮説の検証に取り組んでいる。 

 今年度は以下の成果を得た。 

１．さまざまなアクチン結合タンパク質のアクチン結合

ドメインを GFP 融合タンパク質として細胞性粘菌で

発現し、細胞内の特定のアクチンフィラメントと結合

するアクチン結合ドメインを複数種同定した。これら

は、細胞内アクチンフィラメントの構造多型性を認識

して局在している可能性が高いと考えている。 

２．コフィリンがアクチンフィラメントに協同的に結合

する際のアクチンフィラメントの構造変化を、高速原

子間力顕微鏡により観察した。その結果、コフィリン

はクラスター状にアクチンフィラメントと結合するが、

これにより引き起こされる、らせんピッチの短縮を伴

うアクチンフィラメントの構造変化は、フィラメント

のマイナス端方向へ一方向的に伝播することを見出し

た。またコフィリンクラスターの伸長方向もマイナス

端方向へ一方向的であった。これは、アクチンフィラ

メントの一方向的な協同的構造変化を初めて実証した

結果である。なおこの実験は、金沢大学古寺准教授の

全面的な協力を得て行った。 

３．動物やアメーバ細胞とは細胞内力学環境が大きく異

なると推測される植物由来のアクチンをアイソフォー

ムに分けて精製することに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞極性、メカノバイオロジー、協同的

結合 

 

［テーマ題目21］ガンにおけるモータリンと CARF の分

子解析と抗癌剤の開発  

［研究代表者］ワダワ レヌー（細胞増殖制御研究グル

ープ） 

［研究担当者］ワダワ レヌー、カウル スニル 

（常勤職員2名、他4名） 
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［研 究 内 容］ 

ストレス応答タンパク質の一種であるモータリン（ミ

トコンドリア熱ショックタンパク質70）はガン細胞に過

剰発現しており、ヒトの発ガンに関与することが示唆さ

れている。これまでの研究から、モータリンを抑制する

siRNA は、ほとんどの HCC 株においてアポトーシスを

誘導する。一方、我々による詳細な解析の結果、ガン細

胞における p53変異体の活性化により、カスパーゼ3を通

じたアポトーシスが引き起こされる。さらに、モータリ

ンと p53の相互作用がガン細胞およびストレス細胞に特

異的であることを明らかにした。したがって、これらは

治療に向けた腫瘍細胞特異的な標的となる。我々は、モ

ータリンが癌細胞の核に局在し、ガンの亢進性・浸潤性

に関与するテロメラーゼおよび hnRNPK を活性化する

ことを見いだした。さらに抗モータリン・モノクローナ

ル抗体を新規に作製したところ、そのうちいくつかの抗

体が、これまで以上に細胞に内在化する特徴を示してい

る。モータリンに関しては、これまでの研究成果の集大

成として、モータリンの生物学と題した書籍を上梓した。

抗モータリン抗体については、生体内における細胞の長

期観測のためのナノ粒子としての利用とともに、将来的

な抗ガン剤としての評価も行っている。 

CARF はガン抑制遺伝子 p53の経路を活性化する因子

として以前より報告されている。最近我々は、CARF の

過剰発現がヒト細胞において早期の老化を引き起こすこ

とを見出した。CARF は細胞周期依存的に制御され、G1

期および G2期に活性化する。また、CARF は、薬剤や

ガン性ストレス、テロメアの脱保護によって誘導された

ガン細胞において発現が上昇する。これは、CARF が細

胞レベルにおいて、ストレス応答性マーカーもしくは細

胞老化応答性マーカーとして機能しうることを示してい

る。さらに、CARF によって制御されるシグナル伝達の

解析を行い、CARFがストレス等による細胞老化おいて、

DNA損傷への応答の重要な因子であることを報告した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］モータリン、抗癌作用、内在化抗体、ナ

ノ粒子、モータリン siRNA、CARF、

CARF siRNA、apoptosis 
 

［テーマ題目22］生体分子メカニズムの解明とこれを制

御する天然物由来活性物質の探索・利用 

［研究代表者］ワダワ レヌー（細胞増殖制御研究グル

ープ） 

［研究担当者］ワダワ レヌー、カウル スニル 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

伝統的なハーブ療法は、基礎研究のみならず臨床面で

も統合的かつ実証的な西洋医療と並んで、高く評価され

てきている。アシュワガンダ（Withania somnifera: 
Solanaceae）は、インド周辺地域において自生するハー

ブであり1000年以上伝承されてきた伝統的な民間治療薬

として広く使われてきた。長年にわたる知見から健康に

有効であることが信じられてきたものの、アシュワガン

ダが作用するメカニズムについては、ほとんど理解され

てこなかった。そこで我々は独自にアシュワガンダ葉部

のアルコール抽出物（i-Extract）を精製し培養細胞およ

び動物実験において抗ガン活性があることを見出した。

また i-Extract とその成分（i- Factor/ withanone）が一

定の濃度において、正常細胞には影響を与えずにガン細

胞を選択的に死滅させることを見出した。我々は、ヒト

のガン細胞および正常細胞における、アシュワガンダ葉

部の水溶性抽出物（Ash-WEX）の効果を調べたところ、

Ash-WEX には抗ガン活性があることを見いだした。詳

細な分子メカニズムを解析したところ、Ash-WEX およ

びその組成化合物であるトリエチレングリコール（TEG）

には、ガン抑制遺伝子 pRB をリン酸化して活性化する

効果があることを見いだした。これらのデータから、ア

ルコール抽出物および水溶性抽出物に由来する抗ガン活

性は、異なるメカニズムによって効果を発揮することが

明らかとなり、個別に精製した化合物よりもハーブの混

合物の方が高い機能を有するという伝統的な言い伝えと

医学的な経験を分子レベルで裏付ける証拠となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞増殖制御、老化、ガン、植物抽出物、

酸化ストレス、神経分化 

 

［テーマ題目23］タンパク質を構成しないノンコーディ

ング RNA 
［研究代表者］ワダワ レヌー（細胞増殖制御研究グル

ープ） 

［研究担当者］ワダワ レヌー、カウル スニル、 

加藤 義雄（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

細胞には、細胞分裂によって細胞数を増やす「増殖」

と、自己増殖を止めて別の特性を持つ細胞へと舵を切る

「分化」という2つの方向性がある。従来、細胞増殖や分

化に関わる細胞性の因子を探索するために、タンパク質

をコードする遺伝子について様々な解析が行われてきた

が、依然として不明な部分も多い。そこで我々はタンパ

ク質をコードしないノンコーディング RNA の中でも特

に小さな RNA（miRNA）に着目し、細胞増殖や分化に

おいてどのような miRNA の発現が変化しているかにつ

いて解析を行っている。これまでに種々の疾患に関与す

る miRNA が見出されてきており、治療薬や診断薬のタ

ーゲット分子として、産業応用されることが期待されて

いる。我々の研究では、細胞増殖に関与する miRNA を

同定した。ヒトのガン細胞においては、特殊な薬剤

（5-Aza-dC）によって細胞老化が誘導されるが、この細

胞老化から逃れて増殖するような現象に関与する

miRNA について、現在解析を進めている。 
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また、miRNA は細胞内での遺伝子発現を調節するだ

けでなく、細胞外に放出されることが明らかとなってき

た。細胞外に放出された miRNA は、脂質二重膜に覆わ

れたエクソゾームと呼ばれる30-100nm の粒子に存在し

ていると言われている。しかしながら、細胞外に放出さ

れた miRNA がどのような役割を持っているのか、依然

として不明な点が多い。そこで我々は、転移性のガン細

胞で発現が低下している miR-143に着目し、細胞外に放

出されたmiR-143の機能解析を行った。始めに、miR-143

を間葉系幹細胞にリポフェクションによって導入した後、

培養培地を回収してエクソゾーム画分を得た。このエク

ソゾーム画分には miR-143が多く含まれていることを

RT-PCR により確認した。次に、miR-143を含むエクソ

ゾームを骨肉腫培養細胞（143B 細胞）に添加したところ、

骨肉腫培養細胞の転移能が低下することが明らかとなっ

た。我々の研究結果から、miR-143を人工的にエクソゾ

ームの形として細胞外に放出させ、そのエクソゾームが

骨肉腫培養細胞に取り込まれて miR-143が機能し、転移

能を抑制する効果があることが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］miRNA アレイ、細胞増殖、細胞分化、 

miRNA-296 

 

［テーマ題目24］エキソソーム結合 RNA アプタマーの

取得とその生化学的特徴 

［研究代表者］宮岸 真（分子複合医薬研究グループ） 

［研究担当者］宮岸 真、山崎 和彦、池本 光志 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

エキソソームはエンドソームを由来とする粒径30nm
～100nm の小胞であり、放出細胞の miRNA、mRNA 等

の情報を内包し、血液、唾液、尿等の体液に含有されて

いる。最近、この小胞内の miRNA、mRNA の上を解析

することにより、少量の血液や唾液から、癌や様々な疾

患の診断への応用開発に、注目が集まっている。しかし

ながら、この小胞を効率的に分けるプローブやデバイス

の開発はまだ、発展途上の段階である。 

我々はエキソソームに対して特異的かつ効果的に結合

する分子プローブの取得を目的として、RNA アプタマ

ーの取得を試みた。ヒト293T 細胞由来エキソソームを大

量に調整し、修飾型 RNA プール2種類（30塩基ランダム

化核酸、55塩基ランダム化核酸）を用いてアプタマーの

セレクションをセレックス法により行った。10ラウンド

のセレクションの後、各プールの塩基配列を次世代シー

クエンサーによる包括的な配列解析を行った。その結果、

上位約50の配列のうち、およそ半分に長さ数十塩基程度

のモチーフ配列がそれぞれ保存されていることが分かっ

た。また、モチーフ配列の両側の配列は構造的に相補鎖

を組んでいることが2次構造配列解析から推定された。別

の RNA プールにおいても同様の構造をもったモチーフ

配列が濃縮されていることも判明した。これらの情報を

もとに、濃縮された配列に共通する特徴を持つ、2種類の

短鎖の RNA アプタマー合成し、エキソソームとの相互

作用の確認を行った。フィルターアッセイ、表面プラズ

モン共鳴解析を行った結果、共に、RNA アプタマーと

エキソソームの結合が観測された。 

さらにモチーフ配列を有するループ配列部分の構造が

G-カルテット（4重鎖）構造を取っている可能性が配列

の特徴から考えられたので、それを調べるために、CD
スペクトル解析を行った。その結果 G-カルテット構造

に特徴的なスペクトルパターンを示しており、また、メ

ルティングカーブによる観測から、非常に高い融解温度

を持っていることから、G-カルテット構造を示している

ことが示唆された。また、G-カルテット構造の維持に必

須であるカリウムイオン依存的にエキソソームとの結合

が変わることから、この構造がエキソソームとの結合の

維持に重要であることが判明した。 

今後、得られた RNA アプタマーを用いた、エキソソ

ームの精製法への応用、さらに、診断デバイスの開発を

行い、がん等の疾患に対する、診断ツールとして開発を

行っていきたいと考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸アプタマー、エキソソーム、診断技

術、診断プローブ、SELEX 法 

 

［テーマ題目25］GPCR を標的とした核酸アプタマー創

製のための基盤技術開発 

［研究代表者］池本 光志 

（分子複合医薬研究グループ） 

［研究担当者］池本 光志、宮岸 真、山崎 和彦 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 G タンパク質共役型受容体（G Protein Coupled 
Receptors : GPCR）は生命維持に不可欠な大半の生理機

能に深く関与しているため、GPCR を標的とする薬剤は

多種多様な病気の治療に必要とされるだけでなく、新規

治療薬を開発する上での創薬標的因子としても注目を集

めている。なかでも、新規「鎮痛薬」に関する創薬研究

は、難治性疼治療の上でニーズだけでなく、疼痛に苦し

む患者さんのQuality of Life向上の観点からも重要であ

る 

 本研究は、GPCR を特異的に認識して薬理作用を発揮

する核酸医薬を創製するための基盤技術開発を目的とす

る。本年度は、基盤技術開発の第一段階として、GPCR
を標的とする核酸アプタマーの新規取得方法の開発に於

いて必要となる核酸アプタマーの開発を実施した。「痛み」

が重要な創薬研究課題であることに鑑み、代表的な「痛

み」制御 GPCR であるオピオイド受容体、特に、モルヒ

ネなどの主要鎮痛剤の標的 GPCR であるμ-オピオイド

受容体（MOR）に着目し、核酸アプタマーの汎用的取得
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方法として多用されている Cell SELEX 法を用い、MOR
に対して高親和性で特異的に結合する DNA アプタマー

の探索を試みた。 

 最初に、MOR のＮ末端に HA タグを挿入した

HA-MOR キメラ蛋白質をテトラサイクリン依存的に発

現誘導する Flp-In T-REx 293 HA-MOR 安定細胞株を構

築した。次に、40塩基長のランダム配列を含む一本鎖合

成 DNA ライブラリーを用い、HA-MOR 未発現細胞なら

びに HA-MOR 発現誘導細胞による Counter Cell 
SELEX 法を合計24サイクル実施した。本探索では、DNA
アプタマーの結合条件はサイクル数を重ねる毎に漸次厳

しくなるように設定し、選別された DNA アプタマー群

の分子群特性を約5サイクル毎に融解曲線プロファイル

を解析する事で評価した。本探索により得られた107個の

陽性クローン全ての DNA 配列を解析した結果、最終的

に16個の候補 DNA アプタマーを得た。次に、16個の候

補 DNA アプタマーを用いて Flp-In T-REx 293 
HA-MOR 安定細胞株に対する結合実験を行った結果、

候補 DNA アプタマーのひとつが、MOR に対して特異

的に結合することが判明した。更に、この DNA アプタ

マーの分子特性を MOR への受容体結合実験により詳細

に解析した結果、本取得 DNA アプタマーは、MOR に

対して nM オーダーの親和性で特異的に結合することが

明らかとなった。また、本取得 DNA アプタマーの薬理

効果を検討した結果、cAMP 量を抑制したことから、

MOR に対してアゴニストとして作用することが明らか

となった。従って、本取得 DNA アプタマーは、MOR
に対する核酸創薬基盤技術開発において有用なツールと

なり得ると考えられた。また、本取得 DNA アプタマー

を用いて、GPCR を標的とする核酸アプタマーの新規取

得方法の開発研究も並行して実施し、プロトタイプの作

成を終えた。現在、本取得 DNA アプタマーの詳細な分

子特性の解析と、GPCR を高親和性で特異的に認識する

核酸アプタマーの新規取得方法のプロトタイプの改良を

進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸アプタマー、鎮痛、痛み、µ-オピオ

イド受容体 (MOR)、Cell SELEX 法 

 

［テーマ題目26］ゲノム情報を応用した創薬支援研究 

［研究代表者］新家 一男（次世代ゲノム機能研究グル

ープ） 

［研究担当者］廣瀬 哲朗、三尾 和弘、鴫 直樹、 

佐々木 保典、新家 一男 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

ノンコーディング RNA 群は、今世紀初めのポストゲ

ノム解析によって発見され、現在新しい生体制御因子と

して期待されている。本研究グループでは、そのうち細

胞内構造構築に関わる RNA の機能解析を実施し、疾患

関連タンパク質と共に構造体を形成する分子機構と細胞

抑制などの生体機能解明、さらに神経変性疾患の新たな

病因解明などを目指した基礎研究を展開している。今年

度は、NEAT1によるパラスペックル構造構築に関わる新

しい因子であるクロマチン再構築因子複合体の作用機序

の解析を行った。その結果、クロマチン再構築複合体が、

複数の必須パラスペックルタンパク質と NEAT1 
ncRNA と直接相互作用し、これらの分子間相互作用ネ

ットワーク形成に重要な役割を果たしていることを明ら

かにした。こうしてパラスペックル構造構築は、NEAT1
生合成と密接に共役して進行することが明らかになった。

次に抗癌剤プロテアソームの阻害による NEAT1の発現

誘導を通したパラスペックル肥大化現象の分子機構を解

明した。この他に、tRNA の機能獲得に必須な RNA 修

飾の中で、硫黄化修飾経路について原核生物をモデルと

して研究を行った。tRNA 硫黄化酵素について、放射性

同位元素や高速液体クロマトグラフィー装置を用いた試

験管内反応解析法を駆使して定量的に生化学的解析を行

った。反応に必要な補酵素の同定、補酵素の機能の推定、

基質 tRNA の活性化中間体の解析を行い、新規硫黄化反

応機構を提案した。 
タンパク質立体構造に指南された創薬戦略の実現を目

指し、創薬の標的として今後より重要と考えられる膜タ

ンパク質や複合体について、構造解析技術の改良と創薬

支援に向けた基盤技術の開発を行う。構造解析技術とし

ては、極低温電子顕微鏡を主軸に X 線結晶構造解析や

NMR、計算機シミュレーション等の情報も取り入れなが

ら行う。 
膜蛋白質の解析では、タンパク質の細胞膜透過機構を

明らかにするために、ペプチドチャネル（トランスロコ

ン）の SecDF タンパク質に対して単粒子構造解析を行

い、得られた2つの構造から首振り運動によるペプチド輸

送仮説を支持する結果を示した。単粒子解析に関する技

術改良に関しては二次元平均化サイクルの中に長軸を合

わせるステップを導入することで画像の収束を促進させ

ることができた。核内構造の理解に関する研究では、ゲ

ノム制御や筋肉や神経のジストロフィー発症、10倍速度

で老化が進行する早老症発症に繋がる核内ラミンに関す

る研究を行い、多数の変異体を作成して物理化学的性質

や構造学的研究を行った結果、ジストロフィーを発症す

るたった1アミノ酸の変異でも性質が大きく変化し、重合

異常を起こすことを示した。超遠心分析法等を用いた解

析からリンカー領域のアミノ酸組成が重合化に特に重要

であることが判明した。 

天然化合物は、生合成遺伝子と呼ばれる遺伝子によっ

て生産されるが、近年のゲノム解析技術の進歩により、

微生物ゲノム中には、人類が利用出来ていない未利用生

合成遺伝子が多数存在することが明らかになってきてお

り、それらを利用することにより。これまで人類が手に

することの出来なかった化合物を生産することが期待さ
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れている。また、人類が分離可能な微生物は、地球上に

存在する微生物の1%にも満たないと言われており、現在

の技術ではこのような難培養微生物の隠れた可能性を引

き出すことは出来ないのが現状である。我々は、このよ

うな人類未利用の遺伝子を用いて、新奇化合物の生産を

目的に研究を進めている。難培養微生物の対象として、

土壌中あるいは海綿やホヤと言った海洋生物中に存在す

る共生微生物を対象に、微生物を分離培養することなく、

集積した微生物より BAC ベクターを用いて、巨大なサ

イズのゲノムライブラリーを調製する技術を確立した。

これにより、これまで数十 kbp と小さなゲノム単位しか

扱えなかった従来のメタゲノム的手法のボトルネックを

克服することが出来た。このような新技術を用いて、微

生物中に存在する未利用（未知）生合成遺伝子をクロー

ニングし、異種発現生産による新奇天然化合物の創出を

進めている。 

また、我々は国内有数の製薬および発酵企業より、天

然物ライブラリーの提供を受け、25万サンプル以上の世

界最大級の天然物ライブラリーを保有しているが、本ラ

イブラリーを用いて各種創薬スクリーニングを行った。

本年度は、抗腫瘍剤リード化合物の探索を中心に、10種

類のスクリーニングを実施した。幾つかの化合物につい

ては、動物レベルでの活性評価を進めており今後の開発

が期待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸、RNA、RNA 修飾、タンパク質翻

訳後修飾、電子顕微鏡、構造生物学、ケ

ミカルバイオロジー、天然物化学、二次

代謝産物生合成、創薬スクリーニング 

 

⑨【ヒューマンライフテクノロジー研究部門】 
（Human Technology Research Institute） 

（存続期間：2001.4～終了日） 

 

研究部門長：赤松 幹之 

副研究部門長：横井 孝志、鎮西 清行 

総括研究主幹：梅山 伸二 

 

所在地：つくば中央第6、第2、東事業所 

人 員：82名（82名） 

経 費：813,593千円（運営交付金488,838千円） 

 

概 要：  

 ヒューマンライフテクノロジー研究部門では、生活

者や生体システムとしての人間を科学的に探求するこ

とにより、少子高齢化し高度に情報化された社会の中

で暮らす人々のニーズを見極めつつ、人間にとって安

全で安心かつ有益な技術を人々の生活に導入すること

を目標として研究開発を行う。この目的のために、安

全・安心な生活環境を創出する機器、使いやすい製品

を設計することを支援する技術、健康増進のための機

器、患者にとって安全で負担の少ない医療機器技術、

医療高度化の支援技術などの研究開発を進め、さらに

人間生活及び医療福祉機器関連産業の育成・活性化に

貢献する。 

 特に人間の心身活動を深く理解するための研究を行

うとともに、科学技術の利用者である人間側に視点を

おきながら、人間の能力発揮や機能回復を支援する技

術を開発することをミッションとする。 

 

課題１ 人間の状況認知・遂行能力の評価・支援技術

（人間生活工学分野）： 

 ディマンドとパフォーマンスの適合による認知行動

タスクの最適化を目指し、以下の要素技術の開発に取

り組む。即ち人間の認知処理容量を脳全体の酸素代謝

から推定するための光と超音波を組み合わせた計測方

法の開発を継続し、人間工学実験によって有効性を確

認する。近赤外脳機能計測装置に対しては、頭部血流

動態の生理学的考察やシミュレーションに基づき、ア

ーティファクト除去が可能な手法の開発を進める。ま

た、人間の適応的タスク遂行能力のモデル化によりタ

スクディマンドを行動から推定する手法の構築を行う。 

 

課題２ 心身の適応力の向上のための評価・支援技術

（健康福祉工学分野）： 

 健康維持増進技術の一環として、心身の適応能力向

上のための評価・支援技術を構築する。そのために、

心身の相互応答特性を解明するとともに、心身の適応

状態を計測・評価する技術を開発する。 

具体的には、運動習慣、睡眠、温熱環境などの身体

的要因と、精神ストレス、心理状態、認知機能などの

精神・心理要因との関係を明らかにし、身心適応能力

を向上させる技術開発につなげる。また、血流応答や

血管硬化度、音声情報などを用いて、身心の適応性を

計測・評価するための生理的・心理的手法を開発する。 

 

課題３ 生活自立支援のための身体機能回復技術（福

祉工学分野）： 

 次世代リハビリテーション技術の指針を提供するこ

とを目標に、生活自立支援のための身体機能回復技術

構築の一環として、脳機能に着目したニューロリハビ

リテーション技術と食の QOL 向上のための基盤研究

を行う。具体的には、動物実験を通じて脳の適応能力

機構を解明し、その回復のプロセスと要因を明らかに

するとともに、残存機能を活かすニューロリハビリテ

ーション技術を開発する。また、身体の生理機能や認

知機能の理解に関わる研究を通じて、長寿社会での

人々のライフスタイルの充実に向けた、食生活の QOL
向上のための介護・リハビリ支援技術の基礎を構築す

る。 
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課題４ 安全で負担の少ない医療機器技術、医療高度

化の支援技術（医工学分野）： 

 医工学分野におけるトランスレーショナル・リサー

チや本格研究の実践によって、第三世代生体材料の研

究開発やその基礎研究を核としながら、次世代人工心

臓の開発を行うとともに、低侵襲機器と組合せた治療

法の研究開発を進める。適用疾患として骨疾患、心疾

患、がんを想定し、それぞれ、高齢社会の QOL 向上、

二大死因の克服といった社会ニーズに対応する。 

 

課題５ 人間生活製品、福祉、医療機器技術の標準化

研究（標準化分野）： 

 人間特性に基づいた適正な製品の設計・開発や安全

で迅速な医療機器の設計・開発を支援することをねら

いに、人間工学的視点及び医療機器に対する技術的視

点から、アクセシブルデザイン技術の標準化研究、映

像の生体安全性に関する国際標準化、再生医療製品を

含む医療機器開発に対するガイドライン策定と標準化

を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

交付金 戦略予算 レギュラトリーサイエンス拠点化に

むけた調査研究 

 

交付金 戦略予算 パロ癒し効果の科学的解明 

 

交付金 戦略予算 産総研ニューロマーケティング支援

フレームワークの構築 

 

交付金 標準基盤研究 情報技術における音声命令の標

準化 

 

交付金 標準基盤研究 アジア人高齢者人工関節のため

の基盤技術の標準化 

 

交付金 標準基盤研究 インプラント用材料の電気化学

的な評価方法の標準化 

交付金 標準基盤研究 映画等映像コンテンツのバリア

フリー化に向けた補助字幕設計手法の標準化 

 

交付金 標準基盤研究 1型色覚および2型色覚の等歩

度色知覚尺度（色差）、色差式および均等色空間 

 

外部資金： 

経済産業省 平成25年度工業標準化推進事業委託費 平

成25年度工業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準化

加速事業（国際標準共同研究開発事業：アクセシブルデ

ザイン及びその適合性評価に関する国際標準化）） 

 

経済産業省 平成25年度医療機器開発ガイドライン策定

事業 平成25年度医療機器等の開発・実用化促進のため

のガイドライン策定事業（医療機器に関する開発ガイド

ライン作成のための支援事業） 

 

経済産業省 平成25年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業 平成25年度日米エネルギー環境技術研

究・標準化協力事業（日米先端技術標準化研究協力） 3D
映像 

 

（独）科学技術振興機構 戦略的国際科学技術協力推進

事業「日本－米国研究交流」社会ロボットにおける文化

的モデルに関する研究－日本とアメリカにおけるロボッ

トの利用者の比較に関する研究 

 

（独）科学技術振興機構 研究成果最適展開支援プログ

ラム（A-STEP）・起業挑戦 体感型次世代情報通信を実

現するための非ベース型3D 触力覚技術に関する研究開

発 

 

（独）科学技術振興機構 研究成果最適展開支援プログ

ラム（A-STEP）・探索タイプ 動圧軸受を用いた心疾患

用補助循環ポンプの開発 

 

（独）科学技術振興機構 産学共創基礎基盤研究プログ

ラム バイオメディカル光イメージングにおける数理モ

デルと画像再構成 

 

（公財）静岡県産業振興財団 平成24年度課題解決型医

療機器の開発・改良に向けた病院・企業間の連携支援事

業（ふじのくに先端医療総合特区） 高生体適合性（カ

スタムメイド）インプラントの上市を目指した研究開発 

 

文部科学省 平成24年度橋渡し研究加速ネットワークプ

ログラム 「神経・血管温存下に最大限の病変摘出を行

う手術用治療器（パルスウォータージェットメス）の開

発」における数値解析（生体組織への作用機序解明） 

 

（財）木原記念横浜生命科学振興財団 平成25年度課題

解決型医療機器の開発・改良に向けた病院・企業間の連

携支援事業（京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略

総合特区） 超音波画像装置の開発 

 

（一社）至誠会 平成24年度岡本糸枝学術研究助成 粘

膜剥離手技研修用実態シミュレータの研究開発 

 

（公財）立石科学技術振興財団 平成24年度研究助成

(B) アバターロボットを制御する脳波コミュニケーシ

ョン技術の開発 

 

（公財）LIXIL 住生活財団 平成24年度調査研究助成 
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安全で快適な半屋外・居住環境形成のための高齢者の温

熱生理・心理・行動特性に関する研究 

（財）ライフサイエンス振興財団 平成23年度研究助成 

視床－皮質ネットワークが司る注意統合機構とその病態

解明 

 

（公財）立石科学技術振興財団 平成25年度研究助成 

視覚野の神経情報を用いたロボットハンド制御技術の開

発 

 

（一財）キヤノン財団 平成25年度研究助成 脳神経情

報に基づく視覚体験の可視化技術の開発 

 

（財）上月スポーツ・教育財団 2012年度研究助成 下

肢血流制限を伴う動的運動が中心循環動態に与える影響 

 

（公財）武田科学振興財団 2013年度研究助成 触知覚

における情報統合機構の解明 

 

（公財）交通エコロジー・モビリティ財団 平成25年度

ECOMO 交通バリアフリー研究助成 高齢者およびロ

ービジョン者の情報受容歩行の解明 

 

（一社）日本人工臓器学会 2013年度研究助成 体外循

環における非採血式血液凝固・生化学検査を実現する血

液内近赤外光散乱モデルの開発 

 

（公財）医療科学研究所 2013年度研究助成 総合診療

の実態解明に向けた受診理由の解析手法の開発 

 

（公財）内藤記念科学振興財団 2013年度研究助成 神

経伝達物質のリアルタイム計測技術の開発と実践 －神

経科学とナノテクノロジーの融合－ 

 

（公財）鈴木謙三記念医科学応用研究財団 2013年度研

究助成 可搬型受動的嚥下速度無侵襲計測システムの開

発 

 

（公財）鈴木謙三記念医科学応用研究財団 2013年度研

究助成 注意・意識を担う神経ネットワークとその病態

解明 

 

（公財）上原記念生命科学財団 平成25年度研究奨励金 

脳内化学プロセスのリアルタイム計測技術の開発 

 

（財）大川情報通信基金 2013年度研究助成 

Compressed sensingは超短時間MR Elastographyを可

能にするか 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 動的脳

活動の非侵襲計測データ統合解析に基づく高次視覚認知

のデコーディング技術 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研究

領域提案型) 意思決定における「迷い」の検知・制御メ

カニズム 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(A) ホーム

ケアをサポートする人間生活調和型コンパクトアクチュ

エータの総合的研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 高齢者

の健康で安全な生活のための居住環境と住まい方に関す

る基礎的・実践的研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 運用現

場における音案内の誘導性能をリアルタイムに評価する

ツールの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 訓練サ

ンプル最適化による識別器の性能向上手法 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 自閉特

性が顔認知に与える影響－分類画像法および反応一貫性

分析による検討－ 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 側頭葉

における報酬に基づいた視覚刺激の連合記憶メカニズム

の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 認知行

動を取捨選択制御する前頭前野神経回路機構の研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 社会的

公正性に配慮したデータマイニング技術 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 不均一

な男性構造の知覚特性の研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 特徴空

間の幾何構造を利用した学習アルゴリズムの構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 運動に

伴う血圧変化メカニズムの解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 脳損傷

後の運動機能回復の基盤となる分子・解剖レベル変化 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 多点電

気刺激による顔情報制御の研究 
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文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 異なる

感覚モダリティ・属性に共通した「時間」と「内容」の

情報統合メカニズムの解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C)  業務

引き継ぎカイゼンシステムを用いた OJT 教育プログラ

ムのフレームワーク 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 自己

と他者の認識が感覚情報処理に与える影響－社会性と知

覚の接点－ 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 色覚

障害者に配慮した均等色空間および色差式の確立に向け

た基礎研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 睡眠

中の潜在記憶学習の可能性 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 加齢

変化を考慮した騒音評価方法の開発に向けた聴覚モデル

の構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 神経

活動依存的に変動する脳内乳酸濃度の全脳計測 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(A) 多感覚

情報の脳内統合機構の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(A) 動脈硬

化の加齢変化の個人差を生むメカニズムの解明－10年間

の追跡に基づく検討－ 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(A) レム断

眠が感情記憶に及ぼす効果検証 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 物理・

免疫融合療法に用いる in situ 癌免疫誘導のためのナノ

構造アジュバント 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 体外補

助循環における出血・血液凝固の非侵襲連続光診断法の

確立 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 時間的

同期に基づいた異種感覚モダリティ間・属性間の情報統

合メカニズムの解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 血液自

身を潤滑液として回転浮上する長期使用可能な補助循環

ポンプに関する研究開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 前頭前

野における神経調節物質の影響に関する研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 機械学

習を利用した反応材料分布と環境エネルギー条件の推定

法構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 研究活動スタート支援 

サル内包梗塞モデルを用いた脳機能回復メカニズムの解

明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(A) 視知覚

の「まとまり」を支える脳内ダイナミクス 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研究

領域提案型） カーネル法による高次元データの非線形

スパースモデリング 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 医薬品

の適応拡大に向けた研究：複数の疾患に使用することの

できる医薬品の特徴解析 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 3次元

有効視野計測法の開発と、それに基づく人間の視空間情

報収集特性の加齢変化 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 イン

フラ途絶下において利用可能な体温管理システムの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 運動機

能可塑性における赤核機能・構造連関の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 運動習

慣が脳循環動態・脳循環調節機能に及ぼす影響：脳疾患

予防の基礎的研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) オープ

ンプランにおけるスピーチプライバシ保護のためのハイ

ブリット設計技術の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 音響放

射力を伴う超音波の生体組織への影響 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 機械

学習における自己情報コントロール機構の構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 虚弱高

齢者の定量的身体機能計測に基づいた縦断的転倒リスク
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評価指標の構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 行動決

定における価値判断の脳内情報コーディング機構 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 小型遠

心ポンプを用いた可搬式除水システムの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 孤立し

た大地震被災地の初動救命活動を支援する可搬動力シス

テムの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究 質感

認知に関わる視聴触覚情報の心理物理的分析 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 情報論

的自己組織化マップとその応用 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 随意運

動に先行する脳活動の同定－セントラルコマンド発生機

構の探索 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究 スパ

ースモデリングと高次元データ駆動科学創成への支援と

広報 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(A) 生体内

超音波ビーム計測及び制御法を用いた低侵襲超音波診断

治療統合システム 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 潜在的

な認知機能低下を可視化する認知ストレス画像法

DSCSI の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 テキ

ストの安全な匿名化に関する研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 認知症

高齢者を対象としたメンタルコミットロボット・パロを

活用したケア効果 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) パルス

ジェットメスによる末梢神経機能温存下拡大経蝶形骨洞

腫瘍摘出法の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 非侵

襲超音波痛み評価・治療統合システム 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 高齢者

の熱中症予防に向けた住環境整備と住まい方に関する研

究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 実世

界環境下での輻輳眼球運動計測による視空間情報処理の

研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 前頭葉

からのトップダウン・コントロールに関わる脳内ネット

ワーク機能の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 内頚動

脈閉塞におけるリアルタイム脳血流量評価法の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 認知的

負荷が多属性意思決定に及ぼす影響の解明:生体信号・生

理指標に基づく分析 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 半正

値四次形式の比の和で表される関数の最適化とその幾何

学 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 病態生

理に基づく革新的な意思伝達手段の開発と長期経過追跡

による適応評価研究 

 

発 表：誌上発表315件、口頭発表484件、その他85件 

--------------------------------------------------------------------------- 
アクセシブルデザイン研究グループ 

（Accessible Design Group） 
研究グループ長：倉片 憲治 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 高齢社会における安全で快適な生活に関する研究を

遂行し、人間生活関連産業の育成・活性化に貢献する

ことを目標とする。この目的のために、人間の感覚知

覚の分野において、高齢者・障害者の特性を人間工学

的に計測し、そのデータベースを作成・公開するとと

もに、それに基づいて ISO/IEC ガイド71に推奨された

高齢者・障害者配慮の設計技術（アクセシブルデザイ

ン技術）を開発する。さらに、その技術を国内外の規

格として制定することにより、アクセシブルデザイン

製品の普及を目指す。 

 研究領域は、聴覚・視覚・触覚等の基本的な感覚知

覚特性及びこれらの感覚情報から認識レベルに至る過

程の特性（言語理解、文字認識など）を対象とする。

具体的には、高齢者、色覚障害、及びロービジョン（弱

視）のための視覚情報提示技術、音響及び音声による

情報提示・移動支援技術、加齢効果を考慮した騒音評

価法、視覚障害者のための触覚情報提示技術などを研

究課題とする。 
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研究テーマ：テーマ題目５ 

 

マルチモダリティ研究グループ 

（Multimodal Integration Research Group） 
研究グループ長：氏家 弘裕 

（つくば中央第6） 

概 要： 

人間の視覚、聴覚、味嗅覚、平衡覚および運動感覚

等についての情報の統合機構解明を前提として、人間

の感覚知覚統合機能に適合した VR 環境等のマルチモ

ーダル情報提示に関する技術開発を目指し、以下の研

究を実施する。 

(1) 製品・環境等のパフォーマンス適合性評価： 

 人間環境を取り巻くマルチモーダル情報提示の機

能性について、パフォーマンス適合性の観点による

計測・評価手法の開発を目指す。具体的には、視覚、

聴覚、体性感覚フィードバックによる行為特性の解

明と製品・環境の適合性評価への展開、及び口腔内

での味覚、嗅覚、触覚間の統合機能の解明と味・嗅

覚機能検査法の確立とを目指す。前者に対してはそ

の基盤として、感覚モダリティ間の時空間統合特性

の解明や、視覚と前庭の情報統合と姿勢との関係の

解明、さらに情報提示技術として三次元音響記録再

生技術の開発を同時に進める。 

(2) 生体影響リスク低減に資する知的基盤確立： 

 情報提示による生体影響に関するデータ収集とそ

の蓄積を行い、これに基づく健康面への影響評価技

術を開発し、ISO での国際規格化を目指す。具体的

には、マルチモーダル環境でとりわけ問題となる立

体視による視覚疲労やサイバー酔いについて、情報

内要因、情報提示要因、さらに個人特性による影響

を明らかにすることで、評価技術開発を目指すとと

もに、それぞれの要因に対して有効な対策指針の規

格原案審議に結びつける。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５ 

 

認知行動システム研究グループ 

（Cognition and Action Research Group） 
研究グループ長：岩木 直 

（つくば中央第6） 

概 要： 

人間の認知メカニズムは、外界の環境中にある多様

な課題要求に応えて機能する。課題要求と人間の認知

機能の適合性を検討するためには、認知機能の解明が

必要不可欠である。特に、認知メカニズムがどのよう

な機能単位（モジュール）から成り立っており、それ

らが互いにどのように機能するかを明らかにする必要

がある。そこで、人間の認知活動に必要な注意、記憶、

構え、遂行などの情報処理モジュールを特定する手法

を開発し、モデル化に向けた枠組みを構築する。 

この目標に向けて、認知処理容量を反映する課題を

構築し、副次的な課題で認知処理容量の負荷を操作し、

その操作に対応するパフォーマンスの変化を確認する。

これら心理実験を実施中の被験者の脳活動を脳波、機

能的 MRI、NIRS を用いて多面的に計測し、脳の表面

から計測される酸素消費量の課題遂行や課題負荷にと

もなう変化を確認する。ユーザの種類や情報環境の特

殊性を考慮した計測を可能とするための技術開発を行

うとともに、実際の場面やそれらを模した環境下での

計測・実験を行うことによって、産業技術の発展に資

するデータを収集する。さらに、当該分野の新しい展

開を視野に入れ、認知行動における人間と環境との適

合性を解明する新たな研究パラダイムを創出するため

の萌芽的研究に取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

システム脳科学研究グループ 

（Systems Neuroscience Group） 
研究グループ長：高島 一郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 システム脳科学研究グループでは、脳が持っている

高い能力を引き出し、支援するために必要な基盤的研

究を行う。 

 認知・行動制御メカニズムの解明に必要な適応モデ

ル動物を確立しつつ、活動中の脳におけるニューロン

活動の計測と解析を行い、脳で行われている認知や行

動様式の基礎となっている情報処理の仕組みの解明を

目指す。同時に、注意や動機、疾病診断等の生理的指

標として有用な、視線・瞳孔径を高速かつ非侵襲的に

計測する装置などの評価支援システムの開発を進める。 

 また、脳損傷モデル動物を用いて、ニューロリハビ

リテーションの神経基盤の解明を目指す。大脳皮質運

動野が損傷された後のリハビリ訓練により手の巧緻動

作の回復が促進されることが明らかになっているので、

その背景にある遺伝子・分子・神経回路レベルの変化

を統合的に解明する。さらに、脳損傷後に生じる疼痛

性感覚異常の克服を目指した霊長類モデルの開発を行

う。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

ユビキタスインタラクショングループ 

（Human Ubiquitous-Environment Interaction 
Group） 
研究グループ長：宇津木 明男 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 人間生活においては生活環境における情報化及び情

報と通信の融合が進み、情報技術がオフィスばかりで

なく生活の場へも浸透し、ユビキタス社会が実現しつ
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つある。すでに、携帯電話や PDA、また ITS（高度道

路交通システム）などの情報支援機器や行動支援機器、

ネットワーク対応した家電機器の開発などが行われて

いるが、その支援の恩恵を誰もが享受できるユビキタ

ス社会を実現することが、社会的な要請となっている。 

 この要請に応えるために、ユビキタス機器利用時の

人間の認知行動特性の理解を得ること、また、それに

適合した情報支援・行動支援環境を創出することを目

的として、生活行動の把握技術の開発、ユビキタスイ

ンタフェースの評価技術の開発を行う。さらに、これ

らの認知行動特性の理解に基づいて、ユビキタス社会

における人間の活動を支援することのできるユビキタ

スインタフェースの開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

情報数理研究グループ 

（Mathematical Neuroinformatics Group） 
研究グループ長：赤穗 昭太郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 人間の認知行動を評価・予測するモデルを構築する

ために、ビデオ画像や生体信号などの大量データから

有用な情報を抽出する機械学習・データマイニングア

ルゴリズムの構築を行う。 

 まず、その基礎技術となる確率・統計モデルについ

て情報幾何学などを用いた理論的な観点からの学問的

体系化を行う。近年、インターネットや計測技術の発

達に伴い、計測されるデータの多様性が増し、データ

解析の結果を還元する際にもさまざまなサービスが開

発されている。当グループでも、理論的なバックグラ

ウンドに基づいて多様なデータの解析手法の開発や、

新規のサービスの提案などを行っていく。 

 具体的には、インターネットにおける検索や推薦と

いった問題や、コンピュータビジョンによる高速な画

像処理・パターン認識技術の構築などに取り組む。ま

た、人間の認知機能やその発達などの数理モデルを構

築し、認知行動の評価や予測を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

環境適応研究グループ 

（Environmental Control Research Group） 
研究グループ長：都築 和代 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 少子高齢社会において安全・安心で質の高い生活を

実現することを目的に、人の心身機能の維持・改善や

快適性を高める環境を創り出す研究を行う。 

そのため、実際の生活現場において、低侵襲・低拘

束な計測方法を駆使し、人の生理・心理・行動データ

の収集、ならびに、環境側データの収集を行う。その

結果を解析し、実態を把握するとともに、因果関係の

解明に努める。また、実態把握にとどまらず、現場実

験等も有効な研究手法であるため、必要に応じて生活

現場における介入実験を行う。実験室では、眠気、体

温調節等のメカニズム解明のための実験計画や非定常

不均一な温熱環境における快適性の評価のための基礎

研究を行い、人の心身機能の維持・改善や快適性を高

める環境の構築技術の開発を行う。特に、高齢者につ

いてのデータを収集し、青年と比較することにより加

齢の影響の導出に取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

身体適応支援工学グループ 

（Physical Fitness Technology Group） 
研究グループ長：井野 秀一 

（つくば中央第6、つくば東） 

概 要： 

 少子高齢社会において安全・安心で質の高い生活

（Quality of Life: QOL）の実現を後押しする多様な人

間支援技術の構築を目指し、人間の生理機能・感覚運

動機能・スキル等を計測・評価する手法を開発すると

共に、それらを基盤とする下記の研究テーマに取り組

む。 

① 心循環機能・動作機能に関する研究：心身適応力

の向上による健康維持増進技術を研究開発する。生

体を計測する新しい技術を検討するとともに、自律

神経・血圧反射・心循環応答等の循環調節機能や姿

勢制御等の動作機能に着目して、環境変化やストレ

スへの心身の適応性向上のための技術構築を目指す。 
② 心身親和性の高い生活自立支援技術に関する研

究：心身特性との親和性を考慮した生活自立支援技

術を研究開発する。運動機能・感覚機能・認知機能

等に着目し、高齢者や障害者等の活動的な日常生活

や機能訓練を支えるヒューマンインタフェース技術

やロボットセラピー技術の構築を目指す。 
③ 手術手技スキル向上支援技術に関する研究：ドラ

イラボ（人工物によるシミュレータ）と手術室での

実際の手術の操作情報を融合した、より臨場感の高

い遠隔手術手技研修システムおよび自習システムの

構築を通じて、安全で効率の良い手術スキル向上支

援技術の確立を目指す。 
研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４ 

 

ニューロテクノロジー研究グループ 

（Neurotechnology Research Group） 
研究グループ長：長谷川 良平 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ニューロサイエンスの研究で得た知見に基づき、
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人々の「生活の質（QOL）」向上や、脳情報を活用し

た新産業の創出を視野に入れたさまざまな研究開発を

行う。特に、人や動物を対象とした脳・神経系の機能

や構造を調べる実験研究や、その成果を活用して、低

下した身体機能を補償する装置の開発・実用化を目指

し、以下のような研究を行う。 

(1) ブレイン-マシン インターフェース（BMI）技

術の開発： 

 脳／身体機能に障がいを持つ方々の社会参加を補

助・促進することを目的とし、脳と機械を繋ぐ技術

の開発を行う。具体的には、動物や人の脳から発せ

られる信号の抽出および取りだした信号の解読手法、

さらには解読した信号で外部機器を動かす装置の開

発を実施する。開発した装置の試作機を使って実証

実験を行い、実用化へと積極的に取り組む。 

(2) 色覚バリアフリー実現に関する技術の開発： 

 色覚に異常がある人でも、見やすい視環境を提供

できることを目的に、色変換データベースを作成し

ている。色盲の方には、どのように色が見えるか、

どのような場合に色の区別が難しいか、検索して調

べる事ができ、また識別性の良さを判定する機能を

もたせたデータベースを公開し、運用している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

脳機能計測研究グループ 

（Brain Function Measurement Research Group） 
研究グループ長：梅山 伸二 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 生体の脳が、外界からの刺激を受け、どの場所でど

のように反応しているかを見ることは、脳機能の解明

や病気の診断、また脳機能回復訓練の効果などを判定

する上で非常に重要であり、このため fMRI、fNIRS、
EEG などの様々な計測手法が開発されてきた。特に近

赤外脳機能計測技術（fNIRS）については、その低侵

襲性の高さや測定の簡便さ、装置自体が安価であるこ

となどから、近年多くの注目が集まっているが、その

反面、測定プローブコンタクトの不安定性や皮膚血流

由来によるアーティファクトの問題など、高い精度の

計測が難しいことが問題となっている。本グループで

は、fNIRS について、その計測原理の解明を行い、ま

たノイズやアーティファクトに強い計測手法の開発を

進めることにより、より信頼度の高い計測技術を実現

することを目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

医用計測技術グループ 

（Biomedical Sensing and Imaging Group） 
研究グループ長：兵藤 行志 

（つくば東） 

概 要： 

 ユニットのミッションである「人間個人が、複雑な

社会の中で人々との関係を保ちつつ、自立して知的で

快適な生活を安心して送ることを可能とするため、人

間の心身活動を深く理解するための研究を行うと共に、

技術のユーザである人間側に視点をおき、人間の能力

発揮及び機能回復を支援する技術を開発する」におい

て、当グループは、従来は視ることができなかった、

測れなかった物理的・生理的事象を計測可能とする技

術開発を基軸として、部門内連携研究を推進し、ユニ

ットミッションの遂行に資することを目標とする。 

 具体的には、電磁波（ラジオ波（MRI）、赤外光、

近赤外光、可視光、X 線）及び超音波技術を用いた新

規検出・解析方法の創出及び高度化と共に、電気生理、

分子・生化学、生体力学計測等の相互補完的な活用に

よって、(1) 安全で負担の少ない医療機器技術・医療

高度化の実現に資する「生体組織の物理・生理特性新

規計測技術」、(2) 人間の状況認知・遂行能力の評価・

支援のための「全脳代謝計測の基盤技術」を確立する

と共に、(3) 人間生活に関わる製品・環境の評価・設

計支援のための規格化における「医療機器に対する評

価技術」を開発し、その標準化を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

４、テーマ題目５ 

 

治療支援技術グループ 

（Surgical Assist Technology Group） 
研究グループ長：小関 義彦 

（つくば東） 

概 要： 

 病変部位を安全確実にピンポイント同定・到達・治

療する微細低侵襲技術の確立を目的とする。また、高

度医療技術が迅速かつ安全に実用化されることを目指

して、医療機器の橋渡し研究の推進と評価技術の確立

を目的とする。 

 病変部位の同定方法として、普及型診断機で生体組

織の弾性を無侵襲に計測する生体力学計測について、

新たな振動－計測同期方法を開発し、容易な導入に取

り組む。病変部位に到達方法として、針穿刺時に針に

かかる抵抗力を適切に使用者に提示する穿刺力提示に

ついて、空気圧駆動・制御方式にすることで、安価・

安全なプロトタイプの開発に取り組む。また、病変部

位の治療を可視化する手段として、薬剤と超音波可視

な造影剤を合成させた機能性造影剤について、最適合

成条件の探索に取り組む。橋渡し研究と評価技術とし

て、ロボット技術を用いた運動機能回復機器の性能を

評価するガイドラインの策定事業に事務局として参加

する。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 
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高機能生体材料グループ 

（Advanced Biomaterials Group） 
研究グループ長：伊藤 敦夫 

（つくば中央第6、つくば東） 

概 要： 

 組織再生を促進するシグナル物質を担持した骨折固

定具の橋渡し研究を行う。この担持技術を応用して高

機能アジュバントを開発し、in vitro・in vivo 安全性、

有効性試験を行う。 

 硬組織再生医療用途の高機能生体材料の開発に向け

た細胞培養系での生体材料の有効性予測技術開発を行

う。また、再生医療用途の細胞培養加工システムの最

適化検証と標準化研究を実施する。 

 生体物質の分子間相互作用解析を通じて、医薬品で

あり、生体材料分野にも適応が期待される各種タンパ

ク質を、迅速且つ低欠陥で結晶化させるために必要な

メカニズムを解明する。また、硬組織形成過程で生ず

る未知の準安定相に関する探索を行う。 

 大腿骨の骨格構造に最適なカスタムメイド人工股関

節設計開発を行い、急増する高齢者骨折に対応した人

工関節とするための最適形状設計を実施する。また、

人工関節摺動部の構造に関して検討するとともに、人

工関節摺動部の耐久性試験方法を検討する。さらに、

高生体適合性 Ti 合金素材の低コスト化に向けて、Ta
の量を低減した高生体適合性 Ti-15Zr-4Nb-1Ta 合金

の製造技術を検討するとともに、薬事製造承認申請に

必要となる力学特性、化学的安全性のデータを取得す

る。 

 再生組織や生体組織の高分解能 X 線 CT を用いて構

造解析を行い、同時に静的・動的力学試験を実施する。

再生軟骨の成熟度評価において、特に重要な荷重支持

特性のスクリーニング技術を確立するため、MRI、X
線、赤外、力学試験等により生化学、力学、構造特性

を評価し、これらのデータの精度を精査し評価装置の

開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

人工臓器グループ 

（Artificial Organ Group） 
研究グループ長：丸山 修 

（つくば東、つくば中央第6） 

概 要： 

組織再生技術や生体材料技術を利用した喪失機能デ

バイス技術の開発を推進するため、補助循環血液ポン

プにおいては、ポンプ材料であるチタンおよびポリカ

ーボネートの試験片を作成し、材料表面に凹凸加工す

ることで故意に血栓形成を誘導し、抗血栓性付与に対

するシグナル分子担持の有意性を確認し、血管内皮細

胞導入の至適条件の確立に発展させる。 

非接触式補助循環血液ポンプの開発では、in vitro

血液評価試験を実施することで、血液ポンプの溶血特

性および抗血栓性に関する問題点の抽出と、ポンプ形

状の改良を行うとともに、人工心臓埋め込み患者の流

量計測の実現のため、小型血流量計と小型計測システ

ムを開発し、模擬循環回路により計測性能を評価する。 

人工心臓の開発においては、成人用補助人工心臓の

耐久性評価の2年間の実施を完了した。実験条件・駆動

結果が一定であることから、開発ガイドラインに基づ

く長期信頼性を確認することができ、今後の臨床使用

への発展を目指す。NEDO プロジェクト採択課題の研

究委託機関として、小柄患者用補助人工心臓の耐久性

評価システムの設計製作を進め、長期耐久性試験の開

始に向けて準備を進めている。さらに、共同研究によ

り企業が市販した体外循環ポンプについて、さらなる

長期信頼性に向けた羽根回転の安定性および血液適合

性に基づく流体力学的検討を進めている。人工心臓等

の人工臓器の抗血栓性の定量評価や、臨床における抗

凝固管理の最適化に貢献するために、可視及び近赤外

光を使用した血液の光計測法およびイメージング法の

開発を行い、血液凝固に伴う血液光学特性変化の解明、

血液凝固能の非侵襲診断法の確立に取り組んでいる。 

脳血管疾患における身体機能回復技術の開発では、

失われた脳機能を回復させるための効率的なリハビリ

テーション手法を開発することを目的として、その脳

内メカニズムを解明するのに適した動物実験モデルを

用い、選択反応時間タスク遂行中において強制的に応

答動作を誘発して運動感覚を呈示することによって学

習過程に介入できることを健常ラットと脳梗塞片麻痺

ラットを用いて検討する。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］人間の状況認知・遂行能力の評価・支

援技術 

［研究代表者］岩木 直（認知行動システム研究グルー

プ） 

 高島 一郎（システム脳科学研究グルー

プ） 

 宇津木 明男（ユビキタスインタラクシ

ョングループ） 

赤穗 昭太郎（情報数理研究グループ）

梅山 伸二（脳機能計測研究グループ）

兵藤 行志（医用計測技術グループ） 

［研究担当者］岩木 直、瀧田 正寿、武田 裕司、 

永井 聖剛、木村 元洋、小高 泰、 

小村 豊、菅生 康子、山本 慎也、 

梅山 伸二、山田 亨、岩野 孝之、 

兵藤 行志、谷川 ゆかり、新田 尚隆、

鈴木 慎也、宇津木 明男、高橋 昭彦、

竹内 晴彦、中村 則雄、横山 一也、

佐藤 稔久、熊谷 徹、西田 健次、 
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市村 直幸（常勤職員25名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

１）信頼性の高い近赤外脳機能計測技術の開発 

 近赤外脳機能計測技術について、その計測原理の解

明を行い、またノイズやアーティファクトに強い計測

手法の開発を進めることにより、より信頼度の高い計

測技術を実現することを目指す。 

 平成25年度は、市販携帯型 NIRS 装置について、

fNIRS 計測での毛髪雑音/プローブ固定不備の影響低

減のためのホルダーを再設計し、毛髪部位での安定な

計測を実現した。本装置を用いて運動課題時の脳活動

計測を行い、提案手法の有効性を示した。また、fNIRS
の光源として、レーザーの代わりに安価な LED を用

いた場合にも概ねレーザーと同等の計測精度を持つこ

とを検証した。 

２）全脳代謝計測技術の基盤研究 

 脳のマクロな酸素代謝推定を可能とするために、計

測モダリティ及び計測方法の基盤的な研究開発を行い、

脳の酸素代謝を伴う人間工学実験によって開発した手

法の有効性を確認する。 

 平成25年度は、脳全体の酸素代謝を推定するために

必要な複数の計測モダリティ（近赤外光、超音波）を

相互補完的に併用する生体物理・生理特性計測技術を

継続して開発し、一定の運動をともなう人間工学実験

によってその有効性の検証を進めた。その結果、頭部

血管を対象とする計測により、脳代謝が推定できる可

能性を得た。 

３）ニューロン活動計測による処理資源にかかわる神経

基盤の解明 

 サルをモデル動物として使用し、認知資源の配分と

制御に関わる未知の神経基盤を同定することを目的と

する。 

 平成25年度は、視覚刺激の曖昧さと主観的な確から

しさに応じた神経活動が、視床枕という脳領域に存在

することを明らかにした。また、外界にある沢山の情

報の中から、我々の生存にとって重要な情報を適切に

取捨選択・統合し、適切な運動を生じさせる脳内メカ

ニズムに尾状核尾部という脳領域が関与することを明

らかにした。 

４）認知情報処理モジュールに関わる脳機能評価技術の

開発 

 日常的な認知活動の基礎となる情報モジュールごと

に、その情報処理を反映する脳活動パターンを特定し、

認知状態を評価するための技術開発を目指す。 

  平成25年度は、認知パフォーマンスの個人差を定量

的に評価することを目標に脳波や MEG、fMRI 等の脳

活動計測実験を行い、トップダウン抑制機能が強い個

人では脳内モジュール間の機能的結合を反映するガン

マ帯域脳波の位相同期性が高いことと、ガンマ帯域

MEG 信号強度と心的な3次元図形処理などの視空間

処理パフォーマンスと有意な相関があることを明らか

にした。 

５）行動データに基づくタスクディマンドの評価技術 

 日常的な活動におけるリスク要因を、基本的なタス

クのディマンドと人間のパフォーマンスの適合性によ

って評価する手法を確立するために、タスクを遂行す

る人間の行動データの統計的分析によりタスクディマ

ンドを推定する技術を開発する。 

 平成25年度は、自動車運転中の環境要因によるディ

マンド等、タスクの負荷量をリアルタイムに定量化す

る手法を開発し、異なる環境による視覚的ディマンド

の定量化に成功した。そして、安全なタスク遂行を実

現するため、ユーザの低下している認知機能の種類に

応じてタスク負荷を低減する方法を明らかにした。 

６）認知行動計測のための高速画像認識技術の開発 

 認知行動計測のために、ビデオ画像から人や事物を

高速に抽出する必要がある。本研究では、GPU を用

いた高速画像特徴抽出法の開発と、画像特徴を用いた

物体追跡・パターン認識技術の開発を行う。 

 平成25年度は、画像情報からタスクディマンドを高

速に抽出するための要素技術として、ベクトル量子化

に基づく最近傍探索法を高速に実現するために、直積

ベクトル量子化に基づく方法を実装し、画像データで

有効性を確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］近赤外脳機能計測技術、fNIRS、アーテ

ィファクト除去、脳領域間結合、fMRI、
超音波循環動態計測、ニューロン活動の

計測、タスクディマンド、確率ネットワ

ークモデル、高速画像特徴抽出法 
 

［テーマ題目２］心身の適応力の向上のための評価・支

援技術の開発 

［研究代表者］小峰 秀彦（身体適応支援工学グループ） 

 都築 和代（環境適応研究グループ） 

 横井 孝志（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］横井 孝志、都築 和代、永田 可彦、 

稗田 一郎、武田 裕司、甲斐田 幸佐、 

永井 聖剛、新田 尚隆、菅原 順、 

小峰 秀彦、関 喜一 

（常勤職員11名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

１）心身相互応答特性の解明 

 前年度までに整備してきた実験環境、刺激装置、プ

ログラムを用いて、睡眠不足が感情記憶に及ぼす影響

を調べた結果、睡眠不足が快・不快記憶に影響するこ

とが明らかになった。 

高齢者の周囲温熱環境と血圧について、四季にわた

り男女8名ずつのデータを得た。睡眠中の血圧について
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は、季節差が認められなかった。 

刺激の物理的強度と反応強度との刺激反応適合性に

ついて、様々な運動刺激速度と反応強度間の適合性を

見出した。さらに、概念レベルにおける事物の大小

（「蟻」、「船」等の単語呈示）と反応強度との刺激反応

適合性を支持する結果も得た。後者の知見から、より

抽象化されたレベルでの刺激情報（認知）が反応出力

（身体・運動）システムと共有されていることが示唆

された。 

身体活動に代わる心血管リスク低減手段を確立する

ため、下肢温熱刺激が中心循環動態に与える影響を若

年者で検討した。下肢温熱刺激は若年者の末梢動脈ス

ティフネスを減弱させたものの、中心動脈圧を下げる

効果は認められなかった。 
２）心身の適応状態を計測・評価する技術の構築 

 血液性状・血管機能計測における拍動の時相依存性

を低減するための信号処理及び実装方法を検討し、昨

年度の高精度化手法とともに実証した。また、低負荷

刺激時の血液性状・血管内皮応答変化について検討し

た。 

コミュニケーション定量化に必要な音声分析技術の

先行研究を調査し、音声から感情情報を抽出する技術

を有する企業との連携をはかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ストレス、認知機能、体温調節、循環調

節、運動処方、リラクゼーション、心理

状態 
 

［テーマ題目３］生活自立支援のための身体機能回復技

術 

［研究代表者］井野 秀一（身体適応支援工学グループ） 

 肥後 範行（システム脳科学研究グルー

プ） 

 藤崎 和香（マルチモダリティ研究グル

ープ） 

［研究担当者］金子 秀和、肥後 範行、村田 弓、 

林 隆介、稗田 一郎、藤崎 和香、 

永井 聖剛、井野 秀一、長谷川 良平、 

岩月 徹、関 喜一、坂本 隆、 

氏家 弘裕、伊藤 敦夫、遠藤 博史、 

小早川 達、柴田 崇徳 

梅村 浩之（健康工学研究部門） 

（常勤職員17名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

1) 残存機能を活かすニューロリハビリ技術 

 医薬品開発で一般的に用いられるラットを用いた研

究と、ヒトに近いサルを用いた研究を並行して行うこ

とで、独創的かつ効率的なニューロリハビリテーショ

ン技術の開発に繋がる研究成果を目指す。 

ラットを用いた研究では、近年のリハビリにおいて

期待されている動作アシストの効果について検討した。

左右前肢への空圧刺激に対してレバーから前肢を離し

て応答するという選択反応時間タスクをラットに学習

させた後、片側大脳皮質前肢領域に脳損傷部位を作成

して逆転学習を行わせた。動作アシストとして、正応

答側あるいは誤応答側の前肢に対して応答動作を強制

的に誘発させた結果、誤応答側前肢の応答動作を誘発

した場合の方が正応答側前肢の応答動作を誘発した場

合よりもエラー率の改善が速かった。このように、強

制的に異なる運動感覚を発生させることで学習速度に

差を生じたことから、応答動作誘発による運動感覚が

訓練効果に影響したと考えられる。また、誤応答側前

肢の応答動作を引き起こした場合に訓練効果が高かっ

た理由として、誤応答側アクチュエータの駆動に伴っ

てラットの体幹が持ち上がり、正反応側前肢に随意応

答時と同様の運動感覚を生じたからではないかと考え

られた。本結果は、適切な運動感覚を発生させること

によってリハビリテーション効果が促進される可能性

を示唆している。 

サルを用いた研究では、脳損傷後の把持運動の機能

回復に伴う組織及び解剖的変化に関する解析を行った。

回復後に、軸索における神経活動伝播にかかわるミエ

リン鞘を形成するオリゴデンドロサイト前駆細胞マー

カーの発現を調べた結果、皮質下への投射経路の周囲

には、オリゴデンドロサイト前駆細胞が多く存在して

いることが示された。すなわち、ミエリン鞘の形成に

より運動出力経路を強化することが、把持運動の回復

の基盤となっていると考えられる。さらに、脳損傷後

に把持運動の機能回復を示した個体の、大脳皮質から

の出力線維終末の分布を健常個体と比較した結果、小

脳核では損傷個体のみで機能代償に関わる運動皮質か

らの出力線維終末が見られた。把持運動の回復過程で

運動前野腹側から小脳核への投射が形成され、これが

新たな運動出力経路として機能している可能性が考え

られる。これらの成果は、新たな薬剤や、回復を促進

する電気刺激装置の開発において、基礎的な知見とな

りうる。 

2) 食生活の QOL 向上のための介護・リハビリ支援技

術 

 長寿社会での人々のライフスタイルの充実に向けて、

本テーマでは、楽しい語らいのある食生活を目指した

福祉介護技術（誤嚥下予防トレーニングシステム・遠

隔食事介護システム）に関する基礎から応用に至る研

究開発を展開し、「食生活の QOL 向上のための介護・

リハビリ支援技術」を提案することを目指す。 

 誤嚥下予防トレーニングの研究では、食塊の移動状

態を嚥下音で評価する新技術の検討を医工連携で開始

した（この研究の一部は研究題目「可搬型受動的嚥下

速度無侵襲計測システムの開発」の助成を受けて行っ

た）。この研究は、嚥下状態と嚥下音の物理特性の関係
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を比較検討して、嚥下音の発生メカニズムを明らかに

し、嚥下音から嚥下状態を推定する計測システムを開

発するものである。本年度は、先行研究調査、嚥下リ

ハビリテーション現場との研究協力体制の確立と、嚥

下音計測に用いるセンサの選定を行った。 

遠隔食事介助の研究においては、食事介助場面をタ

ーゲットとした遠隔介護における知覚・行動特性の計

測系を用いて、遅延視覚フィードバックにおける妨害

効果について定量的に検討した。その結果、時間遅延

とともに増大するのは主に空間ずれに関するエラーで

あり、そのほかのエラーはあまり増えないことが示唆

された。加えて、和やかな食事の環境づくりに大切な

社会的なコミュニケーション機能に着目し、個人特性

に応じた快感情の誘導法に関する研究を行った。コミ

ュニケーション機能に深く関わる顔認知特性と個人の

コミュニケーション能力との関係性を定量的に明らか

にした。さらに、BMI 技術を用いた脳情報解読による

意志表示システムの開発と介護補助デバイスへの拡張

をめざした研究開発を行い、モデル動物の神経活動デ

ータ（マルチ電極アレイ）から機械学習を介して手形

状を自動判別することに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脳卒中、動物モデル、運動リハビリテー

ション、動作アシスト、嚥下リハビリ、

遠隔介護、食生活の QOL、コミュニケー

ション支援 
 
［テーマ題目４］安全で負担の少ない医療機器技術、医

療高度化の支援技術 

［研究代表者］伊藤 敦夫（高機能生体材料グループ） 

丸山 修（人工臓器グループ） 

兵藤 行志（医用計測技術グループ） 

小関 義彦（治療支援技術グループ） 

［研究担当者］伊藤 敦夫、王 秀鵬、岡崎 義光、 

十河 友、小沼 一雄、廣瀬 志弘、 

丸山 修、金子 秀和、西田 正浩、 

小阪 亮、迫田 大輔、鎮西 清行、 

小関 義彦、葭仲 潔、鷲尾 利克、 

兵藤 行志、三澤 雅樹、新田 尚隆 

（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

1) 第三世代生体材料の先行臨床応用と基礎研究 

 線維芽細胞成長因子-2（FGF-2）と水酸アパタイト

複合層を形成した創外骨折固定ピンの組成と生物活性

を品質管理する技術を構築し、安全性確認のための臨

床研究が開始された。また、薬物・機器組合せ製品の

うち、医療機器に該当すべき類型の製品に対する、品

目を特定しない評価指標のガイドライン素案を作成し

た。 

2) バイオライズドポンプ 

 バイオライズドポンプの構成材料の一つとして、チ

タン材料を基本としている。抗血栓性に優れたチタン

材料の抗血栓性評価を行う目的で、凹凸表面を持つチ

タン試験片の表面に、アパタイトの存在下でアルブミ

ンを固定化する最適法を確立した。この方法によって

アルブミンを固定化したチタン試験片は、in vitro 血

液試験により有意な抗血栓性を示し、同アルブミン固

定法が、血流条件下であっても有効であることを実証

した。 

3) 生体力学計測と穿刺力提示、機能性造影剤 

 普及型 MRI による生体力学計測については、機械

振動の同期にMR撮像で生じる電磁波を用いる新方法

を開発した。穿刺力提示については、高価な電気部品

などに替わって空気圧駆動を用いることで、安価で臨

床向き（十分安価ならばディスポーザブルにできるた

め）になると期待される空気圧駆動方式を開発した。

機能性造影剤については、至適合成条件の探索として、

造影剤の最適な粒子径に着目し、粒子径のばらつきを

評価する実験系を構築した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］血管内皮細胞、バイオライズドポンプ、

線維芽細胞成長因子-2、アパタイト、シ

グナル分子、穿刺支援技術、ナノバブル

可視化、物理・生理計測技術 

 

［テーマ題目５］人間生活製品、福祉、医療機器技術の

標準化研究 

［研究代表者］倉片 憲治（アクセシブルデザイン研究

グループ） 

 氏家 弘裕（マルチモダリティ研究グル

ープ） 

 本間 一弘（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］倉片 憲治、関 喜一、伊藤 納奈、 

佐藤 洋、佐川 賢、氏家 弘裕、 

渡邊 洋、鎮西 清行、鷲尾 利克、 

岡崎 義光、廣瀬 志弘、山下 樹里、 

兵藤 行志、三澤 雅樹、谷川 ゆかり、 

新田 尚隆（以上、ヒューマンライフテ

クノロジー研究部門）、 

木山 亮一（バイオメディカル研究部

門・シグナル分子研究グループ）、 

片岡 正俊（健康工学研究部門・バイオ

マーカー解析研究グループ）、 

弓場 俊輔（健康工学研究部門・組織・

再生工学研究グループ）、 

坂無 英徳（情報技術研究部門・スマー

トシステム研究グループ）、 

本間 敬子（知能システム研究部門・デ

ィペンダブルシステム研究グループ）、 
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梶谷 勇（知能システム研究部門・統合

知能研究グループ）、 

榊田 創（エネルギー技術研究部門・先

進プラズマ技術グループ）、 

池原 譲（糖鎖医工学研究センター・マ

ーカー検出技術開発チーム） 

（常勤職員25名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

1) アクセシブルデザイン技術の標準化研究 

 ISO/TC 159/SC 5/WG 5（特別な配慮を必要とす

る人々のための物理的環境 WG）コンビーナとして「公

共空間等の音声アナウンス」の ISO規格原案（ISO/DIS 
24504）の審議を進め、最終国際規格案（FDIS）を作

成した。「色の組合せ方法」の ISO 規格原案（ISO/CD 

24505）の審議を進め、国際規格原案（DIS）を作成し

た。また、「年齢別聴覚閾値分布」の ISO 改訂規格原

案（ISO/3WD 7029）の審議を進め、委員会原案（CD）

を作成した。その他、視覚・聴覚・触覚に関する ISO
規格案及び TR 案、計5編の審議又は標準化提案のため

の準備を進めた。 

 国際照明委員会（CIE）において TR 案2編の審議を

進めた。国内においては、「公共空間の音案内」の日本

工業規格（JIS）原案を確定させた。 

 これまでの標準化研究において収集した人間特性デ

ータ、及び発行した JIS・ISO 規格の効果的な普及を

目的として産総研研究情報公開データベース「高齢

者・障害者の感覚特性データベース」を構築し、平成

25年8月にプレス発表を行い Web 上で広く一般に公開

した。 
2) 映像の生体安全性に関する国際標準化 

 ISO/TC 159/SC 4/WG 12（映像の生体安全性WG）

コンビーナとして審議を進め、光感受性発作に対する

ISO 規格原案第2版（DIS 9241-391.2）が作成され、

DIS 投票が開始された。また、立体映像の生体安全性

に関して、（一社）電子情報技術産業協会と連携して新

作業項目提案に導いた立体映像による視覚疲労に対す

る標準化では、委員会原案（CD 9241-392）が成立し、

国際規格案（DIS）の登録を行い、投票の結果、DIS
が承認された。さらに、関連する ISO/TC 159/SC 

4/WG 2（視覚表示の条件 WG）でのエキスパートと

して、裸眼式及び眼鏡式立体ディスプレイに関するス

タディグループの審議に参加し、新作業項目提案（NP 
9241-332, NP 9241-333）に寄与した。 

3) 医療機器開発に対するガイドラインの策定と標準化

の推進 

 医療機器開発ガイドライン策定事業における審議に

基づき、新規に再生医療分野（2件）、体内埋め込み型

材料分野（2件）、プラズマ応用技術分野（1件）、医療

用ソフトウェア分野（1件）、運動機能回復訓練機器分

野（1件）における6件の開発ガイドライン案を策定し

た。これまでに策定した開発ガイドライン案は総計35

件（改訂版等を含む）に達する。 

 再生医療等製品に関連する標準化では、再生医療製

品製造用途の除染接続装置開発について、ISO/TC 
198/WG 9（ヘルスケア製品の無菌操作法 WG）にて

日本提案を含む委員会原案（CD 18362）を作成・審議

し、DIS 投票の段階となった。再生医療製品の製造プ

ロセスの標準化について、(一社)再生医療イノベーシ

ョンフォーラムと連携し、ISO/TC276（バイオテクノ

ロジーTC）Bioprocessing タスクグループにて、新規

業務規格案（Human cell culture processes）の作成

を進めた。また、バイオセラミックスの再生医療用特

性評価法に関する国際標準化について、(一社)日本フ

ァインセラミックス協会と連携し、CD 投票に向けた

細胞侵入性評価法の新規業務規格案（NP 19090）の改

訂を進めた。 

 近赤外光診断装置の標準化では、ISO/TC 121/SC 

3/JWG 10（パルスオキシメータ WG）にて (一社)

電子情報技術産業協会と連携して日本提案の委員会原

案（CD）が平成26年2月に国際規格原案（CDV）とし

て登録、回付となった。 

 赤外線サーモグラフィ試験の標準化では、（一社）

日本非破壊検査協会と連携して審議を進め、用語規格

ISO 10878:2013が平成25年10月に発行された。また、

ISO/TC 135/SC 8/WG 2（赤外線サーモグラフィ試

験 WG）コンビーナとして試験方法通則 ISO/AWI 
10880の委員会原案（CD）作成を継続して進めた。 

 マイクロ X 線 CT の標準化では、産業用 X 線 CT 装

置の用語規格の JIS 化作業を進め、JIS B 7442:2013

が平成25年11月に制定された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高齢者、障害者、ロービジョン、聴覚特

性、触覚認識、映像の生体安全性、映像

酔い、立体映像、視覚疲労、医療機器、

ガイドライン、製造販売承認、JIS、ISO 
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３）情報通信・エレクトロニクス分野 
（Information Technology and Electronics） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General・ 

Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：金山 敏彦 

副研究統括：関口 智嗣 

 

概 要： 

研究統括は、情報通信・エレクトロニクス分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行うとともに、

研究分野間の融合を推進する業務を実施している。 

副研究統括は、各研究分野の人事マネジメント及び人材

育成に係る業務（企画本部及び総務本部の所掌に属する

ものを除く。）を統括するとともに、研究分野間の融合を

推進する業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室 

（Research Planning Office of Information  
Technology and Electronics） 
 

所在地：つくば中央第2 

人 員：9名（7名） 

 

概 要： 

 当室は、情報通信・エレクトロニクス分野に置かれ、

研究所の業務のうち、当該研究分野における研究の推

進に関する業務を実施している。 

 具体的には、研究戦略の策定と研究計画のとりまと

め、研究戦略予算テーマの立案、分野重点化課題研究

テーマの選定・評価、研究ユニットへの交付金予算の

配分、分野内・分野間のスペース利用の調整、、プロジ

ェクトの企画・立案・総合調整、経済産業省その他関

係団体等との調整、研究統括及び副研究統括が行う業

務の支援、オープンプラットフォーム推進に係る企

画・調整、技術研究組合の窓口業務、見学・視察対応

等の業務を行っている。 

 当室の平成25年度の活動の特記事項としては、産総

研戦略的融合研究事業（STAR）として、「高電力効率

大規模データ処理イニシアチブ（IMPULSE）」の立案

及び推進体制構築等の総合調整を行った。 

本事業では、あらゆる社会課題解決の鍵になると考

えられる大規模データ利活用を支える基盤として2030

年のデータセンターのあるべき姿を見据えて、産総研

が世界に誇る不揮発メモリ、高性能ロジック、光イン

ターコネクト、及びこれらを統合するアーキテクチャ

といった先端技術要素をベースにした超省電力データ

処理技術開発を先導していく。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室］ 

  研究企画室長 安田 哲二 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
 

②【ネットワークフォトニクス研究センター】 

（Network Photonics Research Center） 
（存続期間：2008.10.1～） 

 

研究センター長：並木 周 
副研究センター長：河島 整 
 
所在地：つくば中央第2 
人 員：14名（14名） 

経 費：853,500千円（245,800千円） 

 

概 要： 

 インターネットの普及で映像情報を中心として通信

トラフィックが大きく増加している。これに対応して

ネットワークの消費電力が急激に増大している。今後、

ネットワークを活用して、より効率的で安全、安心な

社会を形成していくためには、低消費電力で、大量の

情報を扱うことの出来るネットワークインフラを構築

して行く必要がある。このために、我々は IP をベー

スとした従来のネットワークに加えて、大幅な低消費

電力化が期待できる光の回線交換を用いた光パスネッ

トワークを提案している。これに向けて、文部科学省

のイノベーションシステム整備事業の「先端融合領域

イノベーション創出拠点形成」のプログラムで「光ネ

ットワーク超低エネルギー化技術拠点」を形成し、企

業10社と産総研関連研究ユニットと連携して研究開発

を推進している。 

 先端融合領域イノベーション拠点では、企業と連携

して以下の開発を進めた。まず、光パスネットワーク

での経路切り替え用のスイッチとして、小型・大規模

化が可能なシリコンフォトニクスを用いたスイッチお

よび多ポート入出力型の新しい波長選択スイッチの開

発を進めた。シリコンフォトニクスのスイッチでは、

熱光学効果を用いた干渉計型スイッチの大規模化、偏

波無依存化、低クロストーク化について、前年度より

継続的に検討し、世界最小となる PILOSS 型8x8光ス

イッチの試作および動作実証に成功した。波長選択ス

イッチでは、5x5のプロトタイプモジュールを試作し

た。また、ファイバの非線形性のひとつである4光波混

合を用いた光パスネットワークの波長変換技術では、

独自の方式を採用し実用的な特性を有するプロトタイ

プを開発した。加えて、光パスネットワークのダイナ

ミックノードのインターフェース検討およびその要素
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技術として、ODU スイッチの試作、波長可変レーザ

の高速制御技術、CDC-ROADM によるプロテクショ

ン動作の研究開発を進めた。さらに、光パスネットワ

ークのアーキテクチャに基づくデモ実験系の構築に着

手した。 

 以上の研究開発に加えて、InGaAs 系のサブバンド

間遷移素子やⅡ－Ⅵ族のサブバンド間遷移素子の開発

で培った高度の量子井戸の結晶成長技術を新しいデバ

イスに展開する研究、ビッグデータ時代のデータセン

ターを支える新しい光スイッチ・光インタコネクト技

術に関する基礎検討を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

文部科学省 イノベーションシステム整備事業「先端融

合領域イノベーション創出拠点の形成」・「光ネットワー

ク超低エネルギー化技術拠点」 

 

科研費(研究分担者)「ランダムショートカットと光通信

技術による超低遅延グリーンインターコネクト」 

 

科研費「Be カルコゲナイドを用いた高信頼性緑色～黄色

半導体レーザの実現」 

 

科研費「多層アレイ導波路回折格子と液晶空間光変調器

を用いた波長選択スイッチの研究」 

 

科研費「サブバンド間遷移の超高速光非線形性を集積化

した全光信号処理デバイスに関する研究」 

 

発 表：誌上発表45件、口頭発表76件、その他3件 

--------------------------------------------------------------------------- 
機能フォトニクス研究チーム 

（Functional Photonics Research Team） 
研究チーム長：鍬塚 治彦 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 将来の通信ネットワークであるダイナミック光パス

ネットワークに不可欠となる、光ノード内装置の制御

技術、波長制御技術、および光位相制御技術の研究開

発を進めている。 

 光ノード内装置の制御技術では、多粒度多階層型ノ

ードを構成するノード内装置の制御技術の開発を進め

ている。ネットワーク制御と光デバイス制御との仲立

ちをおこなう、中間制御インターフェース（開発名

BlueBox）の概念を提案し、導入に向けてハードウェ

ア、ソフトウェアの実装を進めている。 

 波長制御技術として、高速に光源の波長を切りかえ

る、波長可変光源高速制御技術の研究開発を進めると

もに、将来の波長多重通信規格である Flexible Grid
の必要とする精度と品質で、通信用光源の波長を高速

に制御できる技術の開発を進めた。 

 さらに、超高速光信号のフォーマットの一つとして

主流となりつつある位相多値信号に関して、光信号処

理の可能性を検討している。様々な位相変調信号の処

理を実現するために不可欠な、位相が制御された光源

の研究を、企業と共同で進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ナノフォトニクス集積研究チーム 

（Nanophotonics Integration Research Team） 
研究チーム長：河島 整 

（つくば中央第2、つくば西 TIA連携棟） 

概 要： 

 ネットワークトラフィックの持続的拡大と省エネル

ギーを両立させるダイナック光パスネットワークの構

築には、光回線交換機能の強化が必要である。

Silicon-On-Insulator を基に作製されるシリコン光導

波路は、石英平面光回路を凌駕する集積密度を実現す

るプラットホームとして注目を集めており、当チーム

は、シリコン光導波路に基づく集積型の多ポートスイ

ッチ（光回線交換器）の開発を目指して、その低損失

化やパッケージング、更には効率的な校正方法の開発

に取り組む。実用性の高い波長選択スイッチについて

は、空間光学系を利用したプロトタイプを開発する。

光制御型位相変調素子や可視光源など、化合物半導体

を用いた萌芽的基盤技術の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

光信号処理システム研究チーム 

（Optical Signal Processing System Research Team） 
研究チーム長：並木 周 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 将来のネットワーク像を模索し、システムにおける

光の役割を検討・提案しながら、光ネットワークの実

現を目指す研究を進めている。光機能性材料・デバイ

スを活用した光信号処理システム、特に、非線形光学

現象を用いる新しい光信号処理の提案を行い、システ

ムレベルでの検証を行う。光ネットワークの要素技術

として、波長変換、可変分散補償、光信号再生などを

優先的な課題としている。非線形光学材料として、高

非線形ファイバ、シリコン導波路、化合物半導体など

を用いる。このチームでは材料開発は行わないため、

ネットワークフォトニクス研究センターや電子光技術

研究部門など産総研内の関連部門だけでなく、国内外

の先端研究グループとの材料に関連した連携・シナジ

ーを積極的に追及している。ネットワークレベルなど

上位レイヤーでの検討評価についても、内外の関連研

究グループとの連携を行い、目指すネットワークのシ

ステムデモンストレーションを実施する。 
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研究テーマ：テーマ題目３ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］光デバイス制御技術（運営交付金、文

部科学省「イノベーションシステム整備

事業」・「先端融合イノベーション創出拠

点の形成」） 

［研究代表者］鍬塚 治彦 

（機能フォトニクス研究チーム） 

［研究担当者］小笠原 剛、須田 悟史、松浦 裕之、

Albores-Mejia Aron 
（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 中間制御インターフェース（Blue Box）は、制御層と

光スイッチとをつなぐ中間インターフェースであり、多

粒度多階層への対応、種々／多数の装置・モジュールの

制御、物理／論理インターフェース差異吸収、光スイッ

チベンダー間のコマンド詳細の秘匿、Wrapping（OXC
と WSS を組みあわせた WXC の実現）等の様々な機能

を提供できる。これまでに、仕様を確定、接続情報、制

御情報、制約情報の分離等の上位層との共有情報の決定、

ハードウェア設計用の回路図エディタで、デモ・システ

ム全体を回路図化、ネットリストの作成等を行ってきた。

1ノードのみでの実装／動作確認を行っており、テストベ

ッドの完全運用に向けて、実証システムの構築、モニタ

制御機能の拡張等を行っている。 

 波長制御技術においては、光パスコンディショニング

の PTDC 用光源として、拠点の協働企業とともに高速に

波長の変えられる光源の開発を行った。協働企業では、

チップ温度一定で動作とする波長可変レーザの開発を行

い、産総研では、チップ前後の温度勾配をプリエンファ

シスで高速制御する技術の開発を行った。開発の結果、

1ms 以下の高速波長スイッチングを実現・C-band 内の

全 Ch 間高速スイッチングを実現、高速波長可変と実用

的線幅を世界で初めて両立することができた。PTDC 用

光源として装置への実装を進めている。また、新しい

WDM の Flexible Grid 対応した波長ロッカー技術の開

発を行った従来の50GHz グリッドのエタロンを組み合

わせることにより、6.25GHz 間隔の波長間隔の波長ロッ

カーを実現した。この波長ロッカーを用い、次世代の

WDM 光源として Flexible Grid 波長可変レーザを世界

で初めて実現した。この波長ロッカーは、半導体レーザ

モジュールに内蔵可能であり、協働企業と小型化集積化

を検討中である。次世代の WDM 光源として、実用化を

検討している。 

 位相多値信号の制御技術として、半導体レーザ注入同

期位相制御光源の研究を、多値化に向けたレーザの一層

の線幅化、位相感応型ローカル発振器として光受信器に

用いることによる、DSP 信号処理の肩代わりや、PSA
等の位相変調信号の光信号処理用光源等への適用を目的

に、将来の光信号処理に向けた萌芽的研究として行って

いる。この技術は、位相変調信号をレーザに注入する簡

便な構成で実現され、レーザ内部の活性層の3次光非線形

効果による位相感応型増幅効果と、レーザ共振器の超狭

帯域光フィルタ効果を組み合わせて実現される。簡単な

構成で、16QAM 位相変調信号の搬送波位相を再生でき

ることを世界で初めて実証した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光制御、半導体レーザ、波長多重、位相

変調、光信号処理 

 

［テーマ題目２］光スイッチ集積技術（運営交付金、文

部科学省「イノベーションシステム整備

事業」・「先端融合イノベーション創出拠

点の形成」、科研費「Be カルコゲナイド

を用いた高信頼性緑色～黄色半導体レー

ザの実現」、科研費「多層アレイ導波路回

折格子と液晶空間光変調器を用いた波長

選択スイッチの研究」、科研費「サブバン

ド間遷移の超高速光非線形性を集積化し

た全光信号処理デバイスに関する研究」） 

［研究代表者］河島 整 

（ナノフォトニクス集積研究チーム） 

［研究担当者］秋本 良一、牛頭 信一郎、 

Cong Guangwei、鈴木 恵治郎、 

谷澤 健、上塚 尚登、立蔵 正男、 

Kim Sang-Hung、Jijin Feng 
（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 光パスネットワークの回線切り替え用スイッチとして、

大規模集積化が可能なシリコン細線導波路を用いた熱光

学8×8スイッチの装置組み込みを進め、64個の要素スイ

ッチ全てについて校正作業を行い、全ての接続経路が低

損失であることを確認した。その結果に関する報告は、

国際会議ECOC2014のPost deadline paperに採択され、

「世界最小の8×8 PILOSS スイッチ」と広く認められ

るに至った。TIA-SCR の12インチ試作ライン向けに、32

×32スイッチの設計を見直しフォトマスクを更新した。

空間光学系と MEMS を利用した5×5波長スイッチは、

前年の損失の要因を分析して取り除き、組み立てに要求

される位置精度を緩和する方向に設計変更をした結果、

実用的な特性を持たせることに成功した。化合物半導体

量子井戸構造を用いた光制御型超高速位相変調素子につ

いて、挿入損失と変調効率の改善に取り組み、可視光源

応用に向けては、II-VI 半導体結晶成長技術の改良を進

めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］キーワード：光スイッチ、シリコンフォ

トニクス、波長選択スイッチ、化合物半

導体、ISBT 
 



研 究 

(202) 

［テーマ題目３］光信号処理システム（運営交付金、文

部科学省・イノベーションシステム整備

事業「先端融合領域イノベーション創出

拠点の形成」・「光ネットワーク超低エネ

ルギー化技術拠点」） 

［研究代表者］並木 周 

（光信号処理システム研究チーム） 

［研究担当者］黒須 隆行、来見田 淳也、井上 崇、

石井 紀代、Karen Solis-Trapala、Hung 
Nguyen Tan（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 光パスネットワークの主要技術の一つである、光ファ

イバの非線形性を活用した高性能波長変換技術の研究で

は、WDM において多値位相変調信号に対する波長変換

特性について実用的な見地から詳細に調査した。電子デ

バイスの消費電力が負担となる超広帯域信号の伝送効率

を向上するため、ナイキスト時分割多重波長多重技術と

いう独自の方式を提案し、その動作原理を確認した。光

信号の位相雑音を抑える光信号再生では、非線形ファイ

バと位相変調器をハイブリッドに組み合わせる独自の構

成により位相変調信号の効率的な位相雑音抑制に成功し

た。また、究極の光伝送技術を実現するため、理想的な

非線形補償構成の基礎検討を行い、従来技術であるデジ

タル信号処理よりも大幅に大きい非線形補償効果を確認

した。 

 前年度までに検討した、多粒度多階層よりなる光パス

ネットワークの具体的トポロジーを具現化するデモ実験

系の構築を目指し、個別の装置の開発を推進した。H26

年度には、これを完成させて、拠点デモ実証実験を実施

する。機能フォトニクス研究グループや関係機関と議論

をしながら、具体的な構成・インターフェースの開発に

も着手した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光パスネットワーク、高非線形ファイバ、

波長変換、位相再生、グリーンネットワ

ーク 

 

③【デジタルヒューマン工学研究センター】 
（Digital Human Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～2017.3.31） 

 

研究センター長        ：持丸 正明 

副研究センター長：加賀美 聡 

首 席 研 究 員：西田 佳史 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：15名（15名） 

経 費：338,718千円（155,269千円） 

 

概 要： 

 デジタルヒューマン工学研究センターの前身である

デジタルヒューマン研究センターでは「人間個人の機

能モデルで個人の欲求を満足するように製品・サービ

スを最適化する技術」を研究し、成果をあげてきた。

しかしながら、個人の欲求を追求することの積分が、

社会・環境の価値に繋がるわけではない。個人の満足

と持続的社会の共存という問題は、人間個人の機能モ

デルだけでは解決し得なかった。そこで、「個人にとっ

て付加価値の高い製品・サービス（＝個人欲求充足に

よる市場原理）を通じて、健康で安全で持続可能な社

会（＝社会・市場の価値形成）を実現すること」を次

なるグランドチャレンジに据える。このグランドチャ

レンジを達成するための方策として、いままで培って

きた「人間個人の人体機能モデル」に、新たに「人間

生活の機能モデル」を研究する。ここで、人間生活と

は、人間の個体だけでなく、関係する他の人間や周囲

の環境を含むものであり、また、時間的な文脈を備え

たものである。人間生活の機能を計算論的にモデル化

することとは、すなわち、人間生活を観測し、それを

ひとつのシステムとして記述し、人間生活同士を比較

し、再現提示できることを意味する。これには、実験

室における人間観測とモデル化だけではなく、実生活

の場における人間と環境の観測とモデル化研究が必要

になる。人間（ユーザ）とその生活がモデル化されれ

ば、生活をまもる、生活を変える、生活を支えるよう

な製品・サービスの設計を支援することができる。こ

のような製品・サービスを通じて、ユーザに個別満足

を与えつつ、ユーザにその製品・サービスのもつ社会・

環境価値も合わせて提示し、ユーザの欲求と社会・環

境価値をバランスする社会創成を目指す。このような

実社会に開かれたサイクルにデジタルヒューマンモデ

ルを組み込むことで、持続的に人間生活特性データを

蓄積し、モデルをアップデートしていく研究アプロー

チそのものが、デジタルヒューマン工学研究センター

のセントラルドグマである。 

 デジタルヒューマン工学研究センターでは、先に掲

げたグランドチャレンジに寄与する研究のアウトリー

チシナリオを立て、そのシナリオに駆動されて必要な

技術開発や技術の統合を進める。ここでは大きく4つの

アウトリーチシナリオにしたがって研究を推進する。 

(1) 身体機能に適合し活用する製品設計支援技術の研

究 

(2) 健康を維持し人間生活機能を高める健康増進支援

技術の研究 

(3) 事故を予防し人間生活機能をまもる傷害予防工学

の研究 

(4) 人間と環境を理解し人間生活機能を支えるスマー

トアシスト技術の研究 

 個々のシナリオについて、最終的な社会還元を見据

え、単に必要となる新規技術を開発するだけでなく、
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シナリオ実現に不可欠な既存要素技術との統合、ステ

ークホルダーを巻き込む組織体の構成なども行い、シ

ナリオ遂行におけるイニシアチブを発揮し、社会的に

インパクトのある成果につなげる。中核となる新規技

術については、個々のシナリオの枠内にとどまらず、

他のシナリオや他のアプリケーションでも幅広く活用

できるよう、できるだけ汎用的な基盤技術として確立

することを目指す。すなわち、人間とその生活を、機

能的、生成的にモデル化する技術を、できるだけ普遍

的なモジュールとして確立し、それらを社会シナリオ

の実現に役立てることをミッションとする。 

 平成25年度は、4つのアウトリーチシナリオについて

「人間生活モデル」を指向した具体的な研究を推進し

た。(1)の製品設計支援技術については、国際的に競争

力の手の機能モデリングを中核として，全身姿勢・運

動モデルまで統合したソフトウェアプラットフォーム

「DhaibaWorks」を開発した。全身の姿勢生成機能を

加え、自転車や日用品のデザインを支援する共同研究

を実施した。(2)の健康増進技術については、単に健康

に関与する身体機能を評価するだけでなく、その身体

機能を維持・増進させる取り組みを日常生活の中で「つ

づけさせる」ことを目標に設定した。健常者（高齢者

含む）歩行データベースを150名規模に拡充した。この

歩行データベースに基づき、歩行中の運動のばらつき

から転倒リスクを推定して表示するシステムを開発し

た。企業との共同研究を通じて、システム実装と実証

を進めた。(3)傷害予防工学については、病院などから

事故・傷害データを収集し統計モデルを構成する技術

や、事故原因を究明し対策効果を検証するための人体

転落・転倒シミュレーション技術、これらを支える基

本人体特性データベースの整備を進めた。事故・傷害

データベースは、キッズデザインガイドラインに沿っ

て安全製品を設計し、CSD 認証を得るための必須の設

計プロセスとして組み込まれ、企業での本格活用が始

まった。(4)のスマートアシスト技術では、ロボットな

どが生活環境下で生活者を適切にサポートする技術の

確立を目指し、これに必要となる要素技術として、環

境と生活者行動の観測、モデル化の研究を重点的に推

進した。生活者の行動観測のみでは、生活者がどのよ

うな環境刺激に対して行動を起こしたのかが分からず、

データとして意味をなさない。従来の実験室環境では

環境刺激を制御していたためこのような問題は生じな

かったが、デジタルヒューマン工学研究センターが掲

げる生活環境下での継続的なデータ観測では、刺激と

しての環境観測とモデル化が不可欠である。平成25年

度では、環境・人間行動観測技術を組み込んだ移動型

のロボット技術を開発した（屋外移動ロボットや自動

走行自動車）。また、段差や凹凸がある環境下でも安定

的な移動を可能とする二足歩行技術を完成させ、国際

的なロボットコンペティションで第一位となった。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 平成25年度製品安全関連法の施行「消費生

活用製品安全法特定製品の規制対応状況検証調査」 

 

厚生労働省 地域医療基盤開発推進研究事業「被災後の

子どものこころの支援に関する研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（社会技術研究開発）「外傷記録評価システムおよび

ISS 版総合安全学習プログラムの実装」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST）「実時間並列ディペンダブル OS とその分

散ネットワークの研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果最適展開支援

プログラム（A-STEP）「分散 Structure-from-Motion 法

を用いた自由視点画像合成 Web サービスの実用化」 

 

独立行政法人国立成育医療研究センター 「子どもの事

故予防に関する総合的研究」 

 

社団法人日本皮革産業連合会 「足入れの良い健康革靴

プロジェクト」 

 

財団法人栢森情報科学振興財団 「人間の意図理解と行

動予測のための一人称ビジョンセンシングの研究」 

 

公益財団法人立石科学技術振興財団 「高運動機能性製

品設計のための高分解能4次元計測技術の研究」 

 

財団法人石本記念デサントスポーツ科学振興財団 「ス

ポーツ用義足は有利か不利か？―走行中の関節スティフ

ネス評価による検証―」 

 

公益財団法人タカタ財団 「効果の高いチャイルドシー

ト着用推進コンテンツ「本当に子どもを愛するのなら」

の作成・効果評価・社会周知」 

 

公益財団法人三菱財団 「クラウド型児童虐待データベ

ース蓄積・虐待診断支援システムの開発とその導入にお

けるバリア分析に基づいた活用促進プログラムの作成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「連

動性を考慮した可動領域表現による人の手の運動機能の

解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「コ

ード化環境光を用いた完全鏡面物体の3次元形状計測」 
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独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「歩

行中の転倒リスク評価・警告装置の開発－日常の歩容を

見守ることによる転倒数減少策」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「手

指伸筋腱ネットワークに潜む関節トルク調整機構の解明

と筋腱張力推定問題への展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「嚥

下メカニズムの解明による喉ごしの定量評価法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「情

報集約による日常生活の構造的理解のための情報処理シ

ステムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「デ

ジタルハンドによる製品の操作性評価に基づくエルゴノ

ミック設計支援システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「ア

パレルの質と国際競争力向上の基盤となる日本人の人体

計測データベースの構築と多角的分析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「イ

ナーシャマッチングに基づく階段歩行スキルの解明と大

腿義足制御への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「こ

どもの事故の発生要因の解析と予防－地域、年齢、疾患

特性の解析－」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「ロ

ボット聴覚の実環境理解に向けた多面的展開」 

 

発 表：誌上発表93件、口頭発表168件、その他15件 

--------------------------------------------------------------------------- 
身体機能中心デザインチーム 

（Human Centered Design Team） 
研究チーム長：多田 充徳 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 身体の機能に即した安全で扱いやすい製品をデザイ

ンできるようにすることで、製品の付加価値、ひいて

は日本の製造業の国際競争力を高めることが求められ

ている。身体機能中心デザイン研究チームでは、製品

使用時の身体と製品との間の相互作用や、その結果生

じる体感を予測することで、身体機能に即した最適な

製品デザインを実現するための技術を確立することを

目的とする。 

 これを実現するために、身体の形体、運動、そして

体感を定量的に扱うための計測技術、計測したデータ

を統計的または力学的に解釈し、再利用できるように

蓄積するためのデータベース化技術、そして、計測し

たデータを運動学または動力学的に解釈し、それらを

コンピュータ上に再現するためのモデル化技術を研究

する。また、構築したデータベースやモデルを用いて、

コンピュータ上で対象ユーザの使用感を評価し、それ

が最適となるような製品形状を明らかにするためのデ

ザイン技術を確立する。具体的なアプリケーションを

想定しない身体の機能に関する基礎的な研究から、ア

プリケーションに駆動された実践的な研究まで、研究

のフェーズや、データベースとモデルの完成度に応じ

て適切なアプローチをとる。 

 具体的なテーマとして、1) モーションキャプチャで

計測した姿勢や運動を蓄積するためのデータベース化

技術、2) 製品に対する身体の姿勢を生成するための姿

勢生成アルゴリズム、3) 生成した姿勢から製品の安定

性や関節のトルクを予測するための力学モデル、4) 予

測した力学指標とユーザが感じる体感を関連付けるた

めの主観モデルに関する研究を行う。また、これらの

研究成果を、標準の制定や企業との共同研究で活用す

る。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

生活・社会機能デザイン研究チーム 

（Human and Social Functioning Technology Team） 
研究チーム長：西田 佳史 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 日常生活における製品による事故や、個々の環境や

人に対して適切に個別化された製品設計の困難性の問

題の最深部には、日常生活という複雑システムを扱う

科学技術が未成熟であるという共通問題がある。 

生活・社会機能デザイン研究では、人間の生活機能と

計算機や人工物による生活支援機能とを有機的に組み

合わせ再構成することで、人の日常生活をデザイン可

能にする技術体系（生活機能構成学）および社会体系

を確立することを目的とする。 

 生活機能構成学を確立するためには、日常生活を記

述し、再利用可能な知識として扱えるようにする科学

的方法が必要となる。そこで、本研究では、人間の生

活現象を、心身機能、活動機能、そして社会参加機能

の側面から捉え、生活機能構造を解明するなど、日常

生活を科学的に取り扱うことを可能にする技術を開発

する。また、この研究によって開発した生活機能モデ

ルと、知能メカトロニクス（IRT）コンポーネントを

用いて生活機能を再構成可能にする工学の研究、さら

に、どのような生活機能設計が望ましいかという規範

や考え方の整理を通じて、生活支援システム／サービ

スの開発や評価の方法論やあり方を明らかにする研究
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を行う。また、生活機能構成学を確立するためには、

科学技術（技術体系）のみならず、多機関連携やオー

プンイノベーションを促進する社会的な仕組みを構築

することで、問題解決する体制の構築も重要となる。

このような観点から、技術体系と社会体系は相互に関

係して存在するため、本研究では、技術体系と社会体

系の両方を同時に開発するアプローチをとる。 

 具体的研究テーマとして、1）生活データ正準化技術、

2）日常生活データベース、3）生活構造分析手法、4）

個人適合型動機づけによる生活デザイン技術、5）目的

志向の状況記述・検索技術、6）ステイクホルダー間知

識循環技術、7）アクションリサーチ技術などの研究を

行う。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

健康増進技術研究チーム 

（Health Technology Team） 
研究チーム長：持丸 正明 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

健康の維持・増進は、長期的な医療費の削減として

社会的に大きな効果があるだけでなく、健康維持・増

進を支える製品、サービス産業としても大きな市場を

有している。しかしながら、それらの製品やサービス

を持続的に使わせることは困難であり、多くの製品や

サービスが「三日坊主」に終わっている。本研究チー

ムでは、単に健康に資する要素技術を開発するだけで

なく、それらを個人の特性・状態に合わせて提供し、

使用効果を適切に呈示することで、健康に対する取り

組みを「つづけさせる」技術として統合することを目

標に掲げる。平成25年度では、健常者（高齢者含む）

歩行データベースを150名規模に拡充した。この歩行デ

ータベースに基づき、歩行中の運動のばらつきから転

倒リスクを推定して表示するシステムを開発した。企

業との共同研究を通じて、システム実装と実証を進め

た。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

スマートアシスト技術研究チーム 

（Symbiotic Assist Technology Team） 
研究チーム長：加賀美 聡 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

システムが人間あるいは人間環境のモデルを持ち、

それを利用して適切により良く支援するためのスマー

トアシスト技術について研究する。この目的のために、

1）人間やシステムに装着した視覚、聴覚、力覚、姿勢

覚、筋電などの各種センサとその統合による人間と人

間環境の理解技術と、2）理解した人間や人間環境の情

報を用いて個人や環境に応じた適切な支援を行うアシ

スト技術の二つの方面から研究を進める。  

2）の人間と人間環境の理解技術においては、人間環

境の地図化、人間の行動情報の取得とモデル化、場所

とその使い方の理解、人間環境にある物体のモデル化

と環境中からの発見や追跡、一人称ビジョンによる行

動理解、音源地図作成と音源発見や追跡などの研究を

行う。 

2）のアシスト技術においては、得られた人間と環境

のモデル、行動の履歴、物体の使用履歴などから、健

康向上、QoL 向上、介護・介助、見回り、運搬、案内、

搬送、移動などのタスクを、個人や環境に適した方法

によって行うことを計画し、実際にサービスを行うこ

とを目的とする。また物体の受け渡しやすれ違いの方

法、個人の意図の理解や対象物の特定、などのインタ

ラクションやインターフェースの研究を行う。 

これらの目的を達成するために Dhaiba を始めとす

る人間の形状、運動などのモデルとデータベース、あ

るいは子供の事故情報、物品のデータベースなど、他

のチームの成果を積極的に利用し、デジタルヒューマ

ンモデルにより始めて可能となるサービスやアシスト

技術にフォーカスする。  

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

傷害予防工学研究チーム 

（Injury Prevention Engineering Research Team） 
研究チーム長：山中 龍宏 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 傷害予防工学では、日常生活現象の理解、そして、

傷害という生理現象の理解まで踏み込んで傷害予防を

可能とする技術体系と社会体系の確立を目的とする。

傷害予防の技術体系に関しては、製品のリスクを制御

するために我々が制御可能な対象を、大きく環境・製

品と、人の意識・行動とに分類し、その全体を環境改

善と行動変容の両方からなる一つの制御システムと捉

えフィードバックループを作って持続的改善していく

包括的なアプローチを可能とする科学技術の構築を目

指す。さらに、傷害予防工学の研究活動では、技術開

発に留まることなく、傷害予防のための社会体系とし

て、「安全知識循環型社会システム」の社会実装を多

機関連携によって進める。 

 傷害予防工学のための社会体系に関しては、 キッズ

デザイン産業のためのオープンイノベーション支援シ

ステム、母子保健分野・地域安全・学校安全の支援者

支援システムの社会実装を進める。それを支える技術

体系として、1）傷害データベース技術、2）傷害解析・

再現技術、3）キッズデザイン製品開発支援技術、4）

コミュニティ参加支援技術、5）効果的行動・意識変容

支援技術を開発し、社会システムの構築に向けた活動

を行う。 
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研究テーマ：テーマ題目５ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］人間機能モデル Dhaiba の拡張と国際

人体特性データベース 

［研究代表者］多田 充徳 

（身体機能中心デザイン研究チーム） 

［研究担当者］多田 充徳、宮田 なつき、遠藤 維 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 身体の形状については、12件の手指寸法を新規に計測

することでデータベースを拡充した。また、運動につい

ては、モーションキャプチャを用いて日常生活に出現す

る140件の把握運動を計測すると共に、過去に計測した

433件の子どもの歩行の縦断計測データに対してラベリ

ングなどの前処理を行った。これらの運動データに対し

て、主成分分析を用いた解析を実施することで、把握や

歩行運動の多様性を明らかにした。また、把握運動デー

タについては、運動の複雑さとの相関解析を行うことで、

運動学的に手指運動の複雑さを評価するための指標を導

出した。 

 上記身体形状や身体運動データの統一的な操作、身体

と製品との相互作用の予測、そしてこれらの可視化を実

現するためのプラットフォームソフトウェアとして、

DhaibaWorks の開発を継続して行った。このソフトウ

ェアに実装されている、仮想バネの引力を用いた手の姿

勢生成アルゴリズムを一般化することで、モーションキ

ャプチャシーケンスや、ユーザが指定した特徴点群に対

する身体形状モデルのフィッティングに基づく姿勢生成

手法を新規に開発した。また、このソフトウェアの普及

と持続的拡張を実現するために、一部の企業や大学関係

者を対象に DhaibaWorks の講習会を実施した。 

 筋活性に基づく主観評価を実現するために、手指に関

する筋骨格モデルの構築を開始した。より正確な手指の

筋骨格構造を再現するために、6体の屍体標本に対して母

指の筋骨格運動解析を行い、骨形状に対する筋腱の付着

位置や、関節回転中心位置を明らかにした。また、母指

球筋の張力が外在筋による手指の関節運動に与える影響

も明らかにした。この筋骨格モデルと、DhaibaWorks
で生成した関節運動と外力データから筋活性を計算でき

るように、汎用筋骨格シミュレーションソフトウェアで

あるOpenSimに対するインタフェースをDhaibaWorks
上に実装した。 

 以上のように様々な機能が DhaibaWorks 上に実装さ

れているため、個人別の形体や代表的な形体の生成、製

品に対する姿勢の生成、そして姿勢や筋活性に基づく力

学評価値の計算をシームレスに行うことができるように

なった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］製品設計、形体、運動、体感、身体機能

データベース、身体機能モデル、最適デ

ザイン支援、デジタルヒューマン 

 

［テーマ題目２］生活データベース技術、生活センシン

グ技術およびに関する研究 
［研究代表者］西田 佳史 

（生活・社会機能デザイン研究チーム） 

［研究担当者］西田 佳史、堀 俊夫、北村 光司、 

大野 美喜子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

移乗・移動・排泄などを行う機器の介護施設における

効果評価を行うためのセンサ・ネットワークとして、介

護者の姿勢センサ、位置センサ、機器の稼働センサなど

からなる評価支援システムを開発した。北原リハビリテ

ーション病院に設置し、評価支援システムの有効性を検

証した。 

 間取り構造を含む生活データの検索・分析技術として、

モノ同士の関係についてもグラフ構造で表現する形式と

し、その際、モノを表わすノードをつなぐエッジに意味

付けできるようにし、エッジで設置状況を指定可能な機

能を実装した。生活データの一部である事故データに関

して、H24年度までに開発してきたグラフ構造化による

分析技術に加えて、空間情報とも関連付けて登録し、分

析可能な機能を開発した。 

生活機能データベース技術に関して、自由記述文を入

力することで、既存の ICF コードの検索と新規ワードの

登録作業が行える ICF オントロジー管理ソフトウェア

を開発した。入力されたデータに含まれる単語のうち、

今までに辞書に登録されていない場合、その単語を表示

し、さらに類義語辞書を使用して類義語を使って、辞書

を検索し、対応付ける候補を表示する機能を開発した。

写像空間に関しては、プログラム内で写像空間を変更可

能な機能を実装した。また、子どもを含め高齢者の生活

調査データ56人分の生活構造データベース（間取り、生

活機能）を作成した。金融機関・リハビリテーション病

院と協力し、八王子地区の機器開発・サービス事業者68

社を聞き取り調査、340人の生活ニーズアンケートを実施

し、ICF に基づく生活ニーズ・サービスマッチングのた

めのシステム設計を行った。 

 生活機能データベースを用いた生活構造（幸福認知構

造）分析手法に関して、生活機能変化が生じた経験を持

つ高齢者の生活データを収集し、そのデータを生活グラ

フ構造化した。その際、生活機能変化が起きる前、起き

た後、生活機能が復活（社会参加が増加した状態）した

時、の三段階ごとに生活グラフを作成し、生活機能の変

遷をデータベース化した。また、その際に、生活機能の

変化に関わった要因を抽出可能なグラフ演算機能を開発

した。 

H24年度に開発したスマートフォンを用いた環境計測

機能、生活機能対称性を特徴とするリハビリ・ナビゲー

ション機能の検証のため健常者5名を対象に、血圧、心拍、
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主観的疲労感に関する計測を行った。地域資源の見える

化支援技術として、ICFに基づく社会参加施設登録機能

を開発し、その検証として、神戸市丸山地区、清瀬台地

区でコミュニティ地図を作成した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］生活データベース、生活モデル、行動モ

デル、行動シミュレーション、正準化技

術、フルボディインタラクション、ヒュ

ーマンエラー、センサーネットワーク、

大規模データ 

 

［テーマ題目３］歩行データベース整備と歩行評価シス

テムの研究 
［研究代表者］持丸 正明 

（健康増進技術研究チーム） 

［研究担当者］持丸 正明、森田 孝男、三輪 洋靖、

小林 吉之、保原 浩明（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 店頭や日常生活環境で顧客の歩行を観測し、その歩き

方の特徴を評価する技術、より健康増進に効果のある歩

き方の推奨、あるいはその歩き方に変容させる商品の開

発と推奨に関する研究を進めた。要素技術として、健常

者のさまざまな歩行（運動、床反力）を蓄積した歩行デ

ータベースの整備、歩行の個人差を表現する歩行主成分

モデルの確立、さらに現場で実現可能な限られた歩行デ

ータに歩行主成分モデルを活用することで全身歩行を再

現し、特徴を評価する技術の開発を行った。平成22年度

までに開発してきたトレッドミル型歩行評価システムの

みならず、圧力センサを敷き詰めたウォークウェイ型、

身体装着センサ型など異なる場面で利用できる歩行評価

システムの開発に着手した。平成25年度では、(1)健常者

（高齢者含む）歩行データベース累積150名分を整備した

（中期計画 IV-3）。(2)歩行データベースに基づき、歩

行のばらつきから転倒リスクを推定する手法を開発した。

(3)開発した技術を、日用品メーカ、スポーツ容疑メーカ

などの共同研究を通じて、システム実装し、サービスを

含めた開発を進めた。(4)健康維持のための走行（ジョギ

ング等）で疲労骨折が起きるリスクを下肢全体のバネ特

性指標から推定する方法を開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］健康工学、生体力学、デジタルヒューマ

ン 

 

［テーマ題目４］スマートアシスト技術の研究 

［研究代表者］加賀美 聡 

（スマートアシスト技術研究チーム） 

［研究担当者］加賀美 聡、西脇 光一、山崎 俊太郎、

トンプソン・サイモン、佐々木 洋子 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 主に下記の6項目の研究を行った。 

1) ヒューマノイドロボットのアシストに向けた基本機

能の研究 

 これまで研究してきた動力学的モデルに基づいた短

周期歩行軌道生成手法に、力センサと姿勢センサから

推定した運動状態をフィードバックし、外乱に対して

頑健な二足歩行システムの実現法を研究している。 

 本年度は、これまで開発してきたオンラインで力学

的整合性を考慮した軌道を生成する不整地歩行制御手

法を拡張し、外乱に際して、高速に駆動できる脚を利

用して着地時の接地状態、運動状態に応じて、次の着

地位置やタイミングを変更することにより安定に歩行

を継続する手法を開発し、2種のロボットで検証を行っ

た。開発した二足歩行システムを用いて屋外を模した

環境での歩行実験を行った。歩行機能を提供したロボ

ットが災害救助ロボットの国際大会試技会において1

位を獲得した。 

2) 視覚による人間と人間環境の理解機能の研究 

 カメラ、パターン投影立体視、レーザー距離センサ

などを利用する各手法の研究と、これらを用いた人間

の発見・追従・進路予測、環境の地図作成・自己位置

認識、物体のモデル作成・発見・位置姿勢検出、生活

行動のモデル化などの研究を行っている。 

 本年度は、RGB-D 画像を入力として Randam 
Hough Forest を用いた弱識別器による多クラス識別

および位置姿勢同時推定による高速な学習・識別手法

を開発し、オンラインシステムを構築した。本手法に

より14クラス、50物体、1万画像の入力が、フレームレ

ートで精度良く認識できることを確認した。本手法は

今後生活環境の物体認識システムに利用していく。 

 前年度の研究成果である DLP プロジェクタと高速

度ステレオカメラを用いた時分割構造化光ステレオを

拡張し、2組のシステムを用いて運動物体の形状を2方

向から同期計測した。単一システムで発生する画像読

み出し遅延を、複数システムによるパイプライン処理

で隠蔽し、計測速度や精度を失うことなく、480hz に

よる投影、160Hzによる全周ステレオ復元を実現した。

また、知能システム部門との連携で4次元全身計測シス

テムを構築し、本研究で開発したプロジェクタとカメ

ラの幾何校正技術を応用した。 

 3次元形状モデルの非剛体変形推定に関連して下記

の3つの研究を行った。(1)運動物体を30Hz で計測し

た距離画像の時系列から全周形状と表面変形を復元す

る技術を開発した。本研究は来年度に企業との共同研

究に発展する予定である。(2)3次元および4次元計測デ

ータの欠損箇所を3D メッシュの時空間フィッティン

グで補完する手法を提案し、国際会議で発表し、ソフ

トウェアを複数の外部組織に有償で技術供与した。(3)

人体形状データベースを用いて人体計測点群の解剖学

的特徴点を ISO-20685の基準を満たす精度で推定する
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技術を開発し、精度検証結果を国際会議で発表した。 

3) 聴覚による人間と人間環境の理解機能の研究 

 低サイドローブ全方位望遠マイクアレイの研究を進

め、音源定位、分離、音声認識・音源識別などの各手

法の研究と、これを用いた環境の音地図作成・人間の

発見・生活行動のモデル化の研究を行う。 

 本年度は情報技術研究部門との連携により、開発し

てきた無限混合ガウスモデルを利用した学習・識別手

法を動画の音声処理へ応用し、人の発話部分検出の機

能を実現した。 

 次に無限混合ガウスモデルを利用した学習・識別手

法を、音処理だけでなく、レーザー距離センサから得

られた環境形状の学習と識別、移動体の追跡の結果か

らの行動分類の2つの問題に応用し、それぞれ半教示あ

りでことの有効性と新規のクラスを識別および学習可

能であるということを確認した。さらに音源識別の成

果を利用した移動音の追跡手法を多重仮説検定型のパ

ーティクルフィルタリングを用いて開発した。 

 これらの手法を音環境理解機能として発展させてい

く。 

4) デジタルヒューマンモデルを用いたアシスト技術の

研究 

 スマートアシスト技術により実現されるサービスか

らアプリケーションドリブンにシステムを構成し、実

際にサービスを行うことにより、システムの有用性を

実証し、問題点を探る研究を行う。具体的には一人称

ビジョンによる生活記録、サービス移動ロボットによ

る人間環境の変化や人間の生活記録、人間に親和性の

高い移動アシスト、音焦点形成による呼びかけなどの

技術について研究している。 

 本年度は当センターの体形データベースからのモデ

ル化を行い、光学的に外部から簡便に計測できる数項

目の寸法項目を計測することにより、精度良く全身の

約50の人体寸法項目を推定する手法を実現した。本手

法を利用し KINECT を用いたオンライン体形推定シ

ステムを構築し、実証実験を行うことにより、約5%の

精度を実現した。 

 次に全身姿勢、手先外力を考慮したヒューマノイド

ロボットのための立位作業制御器を開発した。これま

での歩行制御法を拡張する形であるため、不整地での

作業や不整地を含む路面での踏み替えや歩行をそのま

ま行うことができる。また、関節負荷を考慮し、手先

でトルクを発生しない力分配による梯子昇降力制御器

を実現し、梯子登りを成功させた。 

 一方で移動ロボットのための多層型のレーザー距離

センサを用いた、地図作成、位置認識、静止障害物発

見、移動障害物の検出と移動軌跡取得、経路計画、経

路追従を統合したパッケージを開発した。本システム

を用いることにより、3種類のロボットを用いて、屋

内・屋外歩道・屋外車道の3つの環境（日本科学未来館、

パシフィコ横浜（屋内）、つくばチャレンジ2013（屋外

歩道）、ITS 世界会議、豊田市交通安全学習センター（車

道を模した環境））での自律移動実験を行い、自律移動

の基本性能を確認した。 

 最後に、これまでに開発してきた屋外の自律移動シ

ステムが、福島原発の復興工事において、放射性瓦礫

の自動搬送に利用されている。 

5) 双方向 Mixed-Reality による提示とインタラクショ

ン機能の研究 

 人間にシステムの内部状態を提示したり、逆に人間

から意図や指示を受け取るための双方向 Mixed 
Reality（MR）の研究を行う。またこの双方向 MR シ

ステムにより環境中のシステムの内部・外部状態とマ

ーカーをつけた環境中の人間や物体の記録を取ること

が可能になる。この情報を利用したシステムの改善、

人間とシステムのインタラクションの記録と解析、安

全性の検証などの活用などについて研究する。 

 本年度は移動ロボットの認識・計画・制御機能を実

世界に重畳するシステムを構築した。開発した手法は

ロボットの認識や意図を人間に提示すると共に、人の

指示や意図を入力可能な双方向MRのシステムとなっ

ている。日本科学未来館の展示フロア用ロボットを対

象に、半年間の実証実験を行った。 

6) 実時間ディペンダブル OS の研究 

 ART-Linux の開発を継続し、Linux 2.6.32～3.10

に対応する実時間機能、AMP 機能、実時間通信機能

を持つ OS を開発した。本 OS は他の Linux ベースの

実時間 OS よりも実時間処理のジッターが数倍から数

十倍少ないという特徴がある。開発した OS を記者発

表すると共に Sourceforge より一般公開を開始した。

開発したOSをヒューマノイドロボットHRP2, HRP3, 
HRP4や移動ロボット Pen2,Segway RMP などで利

用し、実証実験を行った。開発した OS を搭載したヒ

ューマノイドロボットが災害救助ロボットの国際大会

試技会において1位を獲得した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ヒューマノイドロボット、二足歩行、3

次元視覚、地図作成、位置認識、経路計

画、実時間 OS、ディペンダビリティー 

 

［テーマ題目５］傷害データベースと傷害データマイニ

ング技術に関する研究 
［研究代表者］山中 龍宏（傷害予防工学研究チーム） 

［研究担当者］山中 龍宏、西田 佳史、北村 光司、

高野 太刀雄、大野 美喜子、 

持丸 正明、河内 まき子、多田 充徳 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 H24年度に開発した裂傷評価技術を改良し、小型化・

ポータブル化を行い企業内での活用が可能な切傷評価装
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置を開発した。裂傷の有限要素モデルを開発し、応力値

などの推定が行えるように改善した。歯ブラシ・ストロ

ーなど棒状の製品による刺傷事故を落下試験、有限要素

モデルを用いた解析を行うことで、定量的なリスク評価

を行い、デザイン、外傷予防、人間工学に関する会議で

報告した。開発してきた転倒データベースを論文として

取り纏め、国際誌に採択された。 

 H24年度に開発したキッズデザイン開発支援ツールを

改善した。開発支援ツールは、デザイナーの協会によっ

てキッズデザインツールズとして商品化され、グッドデ

ザイン賞を受賞した。 

 長崎県大村市、NPO 法人と協力し、自転車事故防止

のプロジェクトを発足し、長崎県大村市の小中高生2,008

人を対象とした事故実態調査を実施し、地域分析を行っ

た。産総研が開発した自転車を扱う子どもの行動・反応

特性を調査するセンサを用いて、西大村小学校の120人の

小学生に対する計測実験を実施した。これらのエビデン

スに基づく啓発用パンフと DVD を作成し、全国で配布

可能な資料を作成した。 

 消防庁・日本インダストリアルデザイナー協会と傷害

データの活用に関する研究会を8回実施し、創造的事故予

防機器の具体例として、浴槽溺れ防止、耳かきについて

予防グッズの試作を行った。また、浴槽溺れ防止機器に

関しては、長崎県大村市の商工会議所と連携し、製品化

に向けた試作を行った。取り組みを情報処理学会の会誌

などに発表した。また、製品安全協会と連携することで、

事故分析データの提供、身体データの提供を行うことで、

昭和50年代以来変更されていない乳幼児用いすの SG 基

準の改訂（首の挟まれ防止など）に繋がった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］傷害データベース、傷害シミュレーショ

ン、リスクコミュニケーション、オープ

ンイノベーション、安心・安全、製品安

全、リスクアセスメント、知識循環、虐

待防止、不慮の事故 

 

④【ナノスピントロニクス研究センター】 
（Spintronics Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～） 

 

研究センター長：湯浅 新治 

副研究センター長：福島 章雄 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：14名（14名） 

経 費：410,462千円（222,651千円） 

 

概 要： 

 電子の電荷のみを用いた従来の半導体エレクトロニ

クス対して、電子の持つ“スピン”の自由度も活用し

た新しいエレクトロニクス技術が「スピントロニクス」

です。IT 社会の発展に伴って急増する電子機器の消費

電力を抑制するために、電子機器が仕事をしていない

“入力待ち”時間の消費電力（待機電力）を大幅に削

減する必要があり、そのためには電源を切っても記憶

が保持される不揮発性メモリ」の開発が不可欠となり

ます。 

 当研究センターでは、この不揮発性を最大限に引き

出すため、固体中のスピン制御技術を極める学術的基

礎研究からデバイス応用研究まで、スピントロニクス

の技術開発を企業や大学と連携し推進します。 

 当研究センターでは以下の3つのミッションを掲げ

電子スピンを活用したスピントロニクス技術とナノテ

クノロジーを融合した「ナノスピントロニクス技術」

により、大容量・高速かつ高信頼性を有する不揮発性

メモリの開発を行い、この技術を中核にして、待機電

力ゼロの究極グリーン IT である「ノーマリー・オフ・

コンピュータ」の実現を目指します。また、半導体中

でのスピン注入、スピン操作、スピン検出の「半導体

スピントロニクス技術」を開発し、「スピン・トランジ

スタ」を開発します。さらに、半導体中のスピンと光

の相互作用に基づく「光スピントロニクス技術」を活

用し、光通信ネットワークの高度化のための新デバイ

ス「スピン光メモリ」の研究開発を行います。 

・ミッション1 グリーン・イノベーションの実現 

ナノスピントロニクス技術を中核にして、大容量・

高速・高信頼性の不揮発性メモリ「スピン RAM」

を開発し、コンピュータの主要メモリを不揮発化す

ることによるグリーン・イノべーションの実現を目

指す。 

・ミッション2 半導体スケーリング限界の突破 

スピン RAM によるメモリの不揮発化だけでなく、

ナノサイズでも安定に動作するメモリセルを開発す

ることにより、半導体メモリのスケーリング限界を

打破することも目標とする。 

・ミッション3 革新的電子デバイスの開発 

光メモリや不揮発性スイッチング素子、スピン･トラ

ンジスタ、高周波デバイスなど、将来的に IT に革

新をもたらすポテンシャルを有する新デバイスの創

出を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

スピントルク発振の高出力化に関する研究 

 

スピンを利用した革新的半導体伝導・光素子に関する研

究 

 

外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構（CREST）「金属／機能

性酸化物複合デバイスの開発」 
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独立行政法人科学技術振興機構（さきがけ）「単原子層デ

ザインによる希少金属フリー超高磁気異方性薄膜の開

発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（S-イノベ）「3次元磁気

記録新ストレージアーキテクチャのための技術開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（ALCA）「電気磁気効果

を有する反強磁性連続媒体を用いた電界操作磁気記録原

理の理論精査をシミュレーション技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究(S)）「高周波スピントロニクスの研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究）「スピ

ンエレクトロニクス材料の探索」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「スピントルク発振を用いた、高時間・高空

間分解能をもつ電子スピン共鳴法の理論開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「熱活性領域におけるスピントルク磁化ダイ

ナミクスの理論的研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「電流により誘起される磁界作用トルクを用い

た磁気高周波検波素子の高感度化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 特別

研究員奨励「不揮発生トランジスタ開発のための半導体

へのスピン偏極電子注入」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（特別

研究員奨励費）「スピントランジスタのための Ge/Si ヘ

テロ構造への高効率スピン注入・検出」 

 

独立行政法人日本学術振興会 最先端次世代研究開発支

援プログラム「スピントロニクス技術を用いた超省電力

不揮発性トランジスタ技術の開拓」 

 

発 表：誌上発表50件、口頭発表91件、その他5件 

---------------------------------------------------------------------------- 
金属スピントロニクスチーム 

（Metal Spintronics team） 
研究チーム長：久保田 均 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 MgO-MTJ 素子の巨大 TMR 効果とスピントルク磁

化反転を用いた大容量不揮発メモリ「スピン RAM」

の研究開発を行っています。特に、垂直磁化電極を用

いた nm サイズ MTJ 素子の開発を行い、書き込み時

の低消費電力化と電源を切っても情報が保持される不

揮発性の両立を目指しています。また、同じ基盤技術

を活用した新デバイスの研究開発、具体的には、ナノ

サイズのマイクロ波・ミリ波発振器および検波器、物

理乱数発生器、不揮発性スイッチング素子の開発も行

っています。さらに，薄膜成長技術を応用した新規ス

ピントロニクス素子の開発も進めています。  

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

半導体スピントロニクスチーム 

（Semiconductor Spintronics team） 
研究チーム長：齋藤 秀和 

（つくば中央第2） 

概 要：  

半導体スピントロニクスと呼ばれる新技術を用いた新

奇伝導及び光素子の研究開発を行っています。具体的

には、不揮発的に情報を記憶できる（電源を切っても

情報を保持する）スピントランジスタの実現を目指し

た半導体へのスピン注入・制御・検出、およびシリコ

ン導波路一体型強磁性薄膜光アイソレータや円偏光発

振するスピンレーザなどの光デバイスの研究開発を行

います。スピントランジスタの実現により、従来技術

では困難であったコンピュータの消費電力の劇的な削

減に繋げ、将来的には待機電力がほぼ零である「ノー

マリー・オフ・コンピュータ」に繋がることが期待さ

れます。また、新型光アイソレータはシリコンフォト

ニクス技術を用いた情報通信に大きく貢献し、スピン

レーザはレーザ発振の省電力化や光通信のブロードバ

ンド化と共に、スピン情報の増幅装置としての役割が

期待されています。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

  

理論チーム 

（Theory Team） 

研究チーム長：今村 裕志 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ナノ構造における磁性・スピンダイナミクスを記述

する新規理論の構築、および理論的なアプローチを用

いた新規ナノスピントロニクス素子開発の先導を目指

して研究を行っています。具体的には、ナノ構造にお

けるスピンダイナミクスを利用した超高密度磁気記

録・の読み出し・書き込み技術の開発、磁気トンネル

接合素子や、グラニュラー型メディア材料などのナノ

磁性体の熱安定性、および電圧を用いたスピン制御に

関する基礎理論の構築・理論解析を行っています。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

------------------------------------------------------------------------ 
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［テーマ題目１］スピントルク発振の高出力化に関する

研究 

［研究代表者］久保田 均 

［研究担当者］湯浅 新治、福島 章雄、薬師寺 啓、

野崎 隆行、甲野藤 真、松本 利映、

谷口 知大、今村 裕志 

（常勤職員9名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、MgO トンネルバリアを有する強磁性ト

ンネル接合をベースとする、マイクロ波発振器および検

波器の開発に取り組んでいる。原理は、強磁性トンネル

接合中を流れるスピンカレントがつくるスピントルクと

スピンの配置に依存してトンネル確率が変化する強磁性

トンネル効果に基づく。これらのデバイスは、サイズが

非常に小さく、自励発振であるため共振器不要で回路中

に組み込みやすいなどの特徴を持ち、半導体素子にない

特徴を有している。25年度は、渦巻き状の磁気構造を有

する素子について研究を行い，3マイクロワットを超える

大きな発振出力を得ることに成功した． 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントルク発振素子 

 

［テーマ題目２］スピンを利用した革新的半導体伝導・

光素子に関する研究 

［研究代表者］齋藤 秀和 

［研究担当者］ロン・ヤンセン、オレリー・スピーサー 

       水林 亘（ナノエレクトロニクス研究部

門）、バディム ザエツ、揖場 聡 

福島 章雄、湯浅 新治、 

（常勤職員11名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、電子のスピン自由度を半導体素子中で積

極的に利用することにより、従来型素子には実現不可能

であり、将来の高度情報社会に貢献し得る新機能素子の

開発を目指す。具体的には、1)不揮発的な情報記憶機能

を備えるスピントランジスタ、2)シリコン基板上に作製

可能な強磁性/半導体ハイブリッド光アイソレータ、3)

円偏光発振機能を有するスピンレーザに取り組む。本年

度は主に以下の成果を挙げた。 

1) スピントランジスタ：超省電力駆動の重要な技術で

あるシリコンへの電流フリーのスピン注入技術に関し

て、我々の研究チームが発見した強磁性電極と Si 間に

熱勾配を設けるだけで Si へのスピン注入が実現され

る「スピントンネル・ゼーベック効果」の外部電界に

よる影響を調べた。その結果、同効果によりシリコン

中に生成したスピン信号強度を外部電界により制御す

ることに成功した。更に、観測した電界効果の生ずる

メカニズムの解明にも成功した。 

2) 新型光アイソレータ：産総研オリジナルの素子であ

る強磁性体表面のプラズモンを利用する「プラズモニ

ック・アイソレータ」をシリコン導波路上に作製し、

プラズモンを介した光透過の実証に成功した。 

3) スピンレーザ：レーザ発光層となる GaAs/AlGaAs
多重量子井戸の成膜条件およびそれを発光層に用いた

発光素子の作製を行った。作製した素子の発光実験を

行い、素子評価に十分な光量が室温で得られることを

確認した。また、無磁場中にて円偏光測定を行うため

に必要である垂直磁気異方性を有する強磁性電極の開

発も並行して行った。具体的には Tb/Fe 多層膜を分子

線エピタキシー法にて作製し、室温にて高品位の垂直

磁化膜を得ることができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントランジスタ、光アイソレータ、

スピンレーザ 

 

［テーマ題目３］金属／機能性酸化物複合デバイスの開

発 

［研究代表者］湯浅 新治 

［研究担当者］野崎 隆行、松本 利映、甲野藤 真、 

薬師寺 啓、久保田 均、福島 章雄 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、産学官の連携により高品質の酸

化物薄膜を低い基板温度で大面積基板上に高効率に作製

できる革新的成膜プロセスを開発し、それを用いて酸化

物層と強磁性金属層を複合化した新機能デバイスの創生

を目指している。具体的には、（1）スパッタ成膜プロセ

スの開発、（2）電圧印加磁化反転技術の開発、（3）不揮

発性スイッチング素子の開発、の3項目について研究開発

を行う。産総研グループは主として不揮発性スイッチン

グ素子の開発に取り組んでいる。平成25年度は、非常に

薄い Fe 酸化物層（マグヘマイト）を酸化マグネシウム

と金属鉄薄膜界面に挿入することで、数原子層と極薄領

域でも高品質で平坦な鉄薄膜が作製可能であることを見

出した。この成果により、強磁性酸化物薄膜はトンネル

磁気抵抗素子の磁気抵抗効果向上だけでなく、構造設計

の自由度を広げる点でも高いポテンシャルを有すること

が示された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］金属酸化物、スイッチング素子 

 

⑤【サービス工学研究センター】 
（Center for Service Research） 

（存続期間：2008.4.1～） 

 

研究センター長：持丸 正明 

副研究センター長：本村 陽一 

 

所在地：臨海副都心センター、つくば中央第2 

人 員：18名（18名） 
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経 費：375,570千円（196,056千円） 

 
概 要： 

 サービスは GDP においても雇用においても日本経

済の7割を占めるようになってきた。特に、急速に進む

少子高齢化などの社会構造変化や、企業の業務効率化

のためのアウトソーシングなどによりサービスへの需

要は拡大しており、製造業と並んで日本の経済成長の

牽引役となることが期待されている。しかし、経済や

産業におけるこのような重要性にもかかわらず、近年、

サービス産業の生産性の伸び率が低いと言われている。 

 

製造業・サービス業の労働生産性上昇率(2006～2011年/年率平均値) 

 日本 米国 

サービス業 0.4% 0.6% 

製造業 3.3% 3.2% 

（日本生産性本部『労働生産性の国際比較2013』より作成） 

 

 上表のとおり日本および米国のサービス業の労働生

産性上昇率はそれぞれ0.4%、0.6%であり、製造業の

3.3%、3.2%と比べるとサービス業の伸びが極めて小

さい。このような意味でサービスの生産性の向上は急

務となっている。こうした状況を背景として、政府レ

ベルの政策においても、サービスの生産性向上は重要

課題と位置づけられるようになってきた。 

 これを受け、本研究センターは、サービス産業の生

産性を向上させるため、サービス現場においてデータ

に基づいて仮説を立て、それを検証しながらサービス

を改善していくという「サービスの最適設計サイクル」

を自立的に廻すことをグランドチャレンジに据え、サ

ービス産業に最適設計サイクルを普及させることを目

標とする。サービスにおいては、ものづくり以上に「人」

の関わりが重要であり「人」の機能のモデルが重要で

あると考えている。サービスの現場での「人」である

顧客と従業員の行動とサービスプロセスを観測し、そ

れを分析して人やサービスプロセスのモデルを構築す

る。そして、シミュレーション技術等を活用して効率

的なサービスを再設計し、それを現場に適用するとい

う最適設計サイクルを繰り返す「人」基点のサービス

工学を推進する。これを推進する体制として、次の5

つを行う研究チームを設けている。 

・顧客、従業員の行動観測と提示技術の研究 
・行動観測で蓄積した大規模データモデリングの研究 
・サービスプロセスのモデル化に関する研究 
・シミュレーションによるサービス支援の研究 
・都市型空間での新サービス創出の研究 

こうした体制の下、サービス産業に属する企業との

連携を通じて実際のサービス現場で具体的研究を推進

しながら、幅広いサービス産業に展開可能なサービス

工学要素技術の開発を進めていく。また、企業コンソ

ーシアムを活用しながら、これらの要素技術を企業に

導入する方法論の確立とサービス工学の理論の構築・

研究者および技術者の裾野の拡大も図っていく。 
---------------------------------------------------------------------------
内部資金： 
運営費交付金「カメラやセンサによる複合現実トラッキ

ングのベンチマーク標準化」  
運営費交付金「ベンチャー創出促進事業」 
 
外部資金： 
経済産業省「平成25年度我が国経済社会の情報化・サー

ビス化に係る基盤整備地域ビジネスの振興支援に資する

データプラットフォーム構築とベンチマーキング手法開

発に関する調査研究事業」 
 
総務省「情報弱者支援のためのモジュール型非接触非拘

束ジェスチャインタフェースの研究開発」 
 
厚生労働省科学研究費補助金「白杖歩行・盲導犬歩行・

同行援護歩行に対応したマルチモーダル情報処理技術に

基づく訓練と評価の循環支援」 
 
厚生労働省科学研究費補助金「被災後の子どものこころ

の支援に関する研究」 
 
農林水産省「養殖カキの共販事業における予約取引市場

に関する実証研究」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「複合階層モデルを用い

た都市エリアシミュレーションの開発と利用方法の確

立」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「大規模社会シミュレー

ション実行計画機構の開発」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「スマートアクセスビー

クルシミュレーション設計」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「電子商取引を利用した

消費者コミュニケーション型水産加工業による復興」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「対話型モバイル拡張現

実体験（AMIE）：メンテナンスサービスへの応用」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「土壌・栽培情報価値の

可視化による精密復興農業モデルの構築」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「人流解析による医療救

護訓練の科学的解析手法の開発」 
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独立行政法人科学技術振興機構「価値創成クラスモデル

によるサービスシステムの類型化とメカニズム設計理論

の構築」 
 
独立行政法人日本学術振興会「コンピュータビジョンと

パターン認識によるアンビエント・インテリジェンスに

関する研究」 
 
科学研究費助成事業「子どものこころと身体を見守り支

援する大規模データ収集とリスク予想モデル構築」 
 
科学研究費助成事業「系の安定化に基づくレジリエント

社会コミュニケーション技術の開発」 
 
科学研究費助成事業「観光客類型の定量的継続的把握技

術の開発」 
 
科学研究費助成事業「製品リマニュファクチャリングの

現状分析と普及シミュレータ開発の研究」 
 
科学研究費助成事業「障害者の座位姿勢における衣服作

製のための3次元計測とバーチャル着装の研究」 
 
科学研究費助成事業「仮想空間の情報が実空間の人の流

れに伝播する様子のモデル化と分析に関する研究」 
 
科学研究費助成事業「高齢者介護施設における従業員の

気付き情報の収集と高度利用に関する研究」 
 
科学研究費助成事業「地域救急医療連携への影響要因の

解明と支援技術の運用を通じた評価に関する研究」 
 
科学研究費助成事業「消耗財ダブルオークションにおけ

る収益最大化メカニズムの設計と評価」 
 
科学研究費助成事業「音響センサによる音環境計測を利

用した環境変化検知・予測技術に関する研究開発」 
 
科学研究費助成事業「労働集約型サービスに対するプロ

セス観測・モデル化技術のマッチング手法の開発」 
 
科学研究費助成事業「救急初期診療の可視化に基づいた

チーム医療のシミュレーション教育システムの研究」 
 
公益財団法人千葉県産業振興センター 戦略的基盤技術

高度化支援事業「災害地等向け透過型センサネットワー

ク搭載携帯端末の研究開発」 
 
社団法人 科学技術国際交流センター「網羅的社会シミ

ュレーションフレームワークもしくはマルチエージェン

ト学習に関する研究に従事し、エージェントシステムに

関する技術を習得する」 
 
国立大学法人京都大学「都市災害における災害対応能力

の向上方策に関する調査･研究「(1)円滑な応急・復旧対

応を支援する災害情報提供手法の開発 (b)マイクロメ

ディアサービス開発 2)マイクロメディアサービスにお

けるマッシュアップ・双方向インタラクション技術の開

発」 
 
公立大学法人北九州市立大学国際環境工学部「情報伝

達・共有型図上訓練を用いた危機管理体制強化マネジメ

ントプログラム」 
 
企業からの資金提供型共同研究：27件 

 
発 表：誌上発表104件、口頭発表150件、その他12件 

--------------------------------------------------------------------------- 
行動観測・提示技術研究チーム 

（Human-Behavior Sensing and Visualization 
 Research Team） 
研究チーム長：蔵田 武志 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 サービス生産性向上、サービスオペレーションの革

新、新サービス設計、及び価値共創社会の構築のため

に、行動観測・提示技術研究チームでは、ヒト、モノ、

コト（プロセス）の微視的・巨視的な把握に資する行

動計測・提示に関する研究開発に取り組む。特に、歩

行者推測航法（PDR）のメンテナンスフリー化、PDR
と動作認識の融合（PDRplus）、省電力 PDR 指向モー

ションコプロセッサー（PDRCOP/Frizz）、拡張現実

（AR）トラッキング、作業内容推定システム（SOE）、

動的環境モデリング、RGB-D センシング、可視化（情

報循環）等の拡張サービス・プロセス・リエンジニア

リ ン グ 技 術 に 関 す る 研 究 開 発 を 推 進 す る 。

Neuro-aided design に関する研究開発のうち、サービ

スフィールドシミュレータ（SFS：仮想環境としてサ

ービス現場を提供し、この中での人の行動や生体情報

を記録）は重点化課題としつつ、生体センシング技術

応用については萌芽的課題とする。雑誌論文や国際会

議への投稿、展示会やメディア等でのサービス工学の

普及啓蒙、企業との共同研究や技術移転（情報開示、

実施）、標準化活動等を通じた技術の社会実装を積極的

に推し進めることもこのチームの目標とする。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

大規模データモデリング研究チーム 

（Data Based Modeling Research Team） 
研究チーム長：本村 陽一 
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（臨海副都心センター） 

概 要： 

現実社会の中で行われるサービスに対する観測・分

析・設計・適用を可能にするために、サービスを通じ

て得られる大規模データから計算モデルを構築し、そ

れを活用してサービスの最適化を可能にする技術を開

発する。実際のサービス現場の中でデータを観測する

ためにはアクションリサーチが必要になる。すなわち

実際のサービス活動を改善しながら、サービスの現場

で日常的に行われているサービス提供者とサービス受

容者の活動を、主観的な領域も含めて観測可能な大規

模データとして観測・分析し、計算モデル化を行う大

規模データモデリングの技術を現場で利用可能な状態

で提供することが重要である。具体的には、人間行動

を観測する情報工学的技術、心理学的特性を推定する

認知・行動科学的技術、大規模データから潜在的な意

味カテゴリを抽出する数理的手法や計算技術、計算モ

デルを構築する確率的情報処理技術、計算モデルを用

いた予測・制御・シミュレーション技術、これらの技

術をサービス現場に実装し、社会化を促進する応用開

発技術の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

サービスプロセスモデリング研究チーム 

（Service Process Modeling Research Team） 
研究チーム長：西村 拓一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 人（従業員と顧客）が中心となるサービス業では、

効率的・高付加価値を実現するために、複数の人々が

組織を超えて連携する複雑なシステムとなっている。

また、人は意欲、価値観などによって作業品質や人間

間コミュニケーションの効率も変化する。このため、

生産性向上や新サービス創出に必要な俯瞰的・定量的

な現場プロセスの把握が困難となっている。 

 そこで、本チームでは、人を中心とするプロセスの

記述、モデリング、可視化技術およびインタラクショ

ン技術を統合的に研究する。これにより、現場プロセ

スの把握、現場参画型開発の方法論確立、プロセス改

良後の効果測定、各業務とコスト・顧客満足度との関

係の推定などを目指す。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

サービス設計支援技術研究チーム 

(Service Design Assist Research Team) 
研究チーム長：野田 五十樹 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 サービスの生産性向上を工学的に進めるために、サ

ービスプロセス自身や、サービスプロセスとサービス

資源の関係をできるだけ簡潔な計算論的モデルとして

構成する。その上でプロセスの改変や資源の投入につ

いて多数の可能性をシミュレーションすることで、有

効なサービスプロセス改変法、資源投入法を効率よく

スクリーニングするための技術モジュールを開発する。

具体的には、地域における公共交通サービスや防災サ

ービス、あるいは農水産流通サービスの改善のため、

人の動きや取引を継続的にモニタリングし大規模にシ

ミュレーションする技術の開発を進める。これをもと

に、各種状況におけるサービス改善施策の効果を網羅

的に見える化する技術を確立して、ICT を用いた効率

の良いサービス構築手法を探求し、地域活性化のため

の基盤情報技術を確立する。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 
都市空間サービス基盤技術研究チーム 

（Urban Space Service Architecture Research Team） 
研究チーム長：車谷 浩一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

サービス設計ならびにサービス最適化の例として、

都市空間への来訪者へのサービス提供ならびに都市住

民の生活・業務支援サービスの創出と、環境や来訪者・

住民からのセンシング情報を元にサービスを最適化す

る基盤技術の創出を目指す。高度に諸機能が集約され

た都市空間においては、環境センサによって取得され

た環境情報や、人（来訪者・住民）が保持する携帯情

報端末から取得されたセンシング情報を用いることに

より、人の移動（歩行、モビリティ利用）における適

切な支援情報の提示、人の行動の見守り、さらには都

市空間における効率的な農業の支援等の新規のサービ

スの創出が可能となり、かつセンシング情報を用いて

これらのサービスの質の向上や効率向上を図ることが

可能となる。当チームでは、このような都市空間にお

けるサービス設計・最適化を実現するための基盤技術

である、環境センシング、センシング情報解析、サー

ビス提供プラットフォーム等の技術の創出を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目５ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］行動観測・提示技術群の構築 

［研究代表者］蔵田 武志 

（行動観測・提示技術研究チーム） 

［研究担当者］蔵田 武志、大隈 隆史、興梠 正克、

松本 光崇、大西 正輝、牧田 孝嗣、

福原 知宏、Thangamani Kalaivani、
一刈 良介、天目 隆平 
（常勤職員5名、他5名） 

［研究内容］ 

サービス生産性向上、サービスオペレーションの革新、

新サービス設計、及び価値共創社会の構築のためには、
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ヒト、モノ、コト（プロセス）の微視的・巨視的な把握

が求められる。本テーマでは、特に、サービス現場等で

の顧客・従業員行動と環境刺激との双方の測る化、見え

る化の実現に資する基礎・応用研究とその実証に重点的

に取り組んでいる。具体的には、歩行者推測航法（PDR）

のハンドヘルド化、PDR と動作認識の融合（PDRplus）、
省電力 PDR 指向モーションコプロセッサー（PDRCOP）、
拡張現実（AR）トラッキング、RGB-D センシング、作

業内容推定（SOE）、動的環境モデリング、可視化（情

報循環）等の拡張サービス・プロセス・リエンジニアリ

ング技術に関する研究開発を推進している。顧客行動理

解については、Neuro-aided design に関する研究開発に

おいて、サービス・フィールド・シミュレータ（SFS）
内での動作・生体情報計測とその応用について取り組ん

でいる。 
 本年度は、まず、ハンドヘルド PDR に関して、加速

度・角速度・磁気センサを搭載したスマートフォンをタ

ーゲットとして念頭に置き、その典型的な保持・携行方

法であれば適切にその進行方向を推定する手法を開発し

た。ハンドヘルド PDR において、進行方向推定は最も

重要な役割を果たすものであるが、共同研究中の企業等

からの実地の評価過程を経て、実用的な段階まで引き上

げることができた。MTI 社が非可聴域音声測位と PDR
との連携測位システム（SONICNAUT）を開発しプレス

リリースした。 
省電力 PDR 指向モーションコプロセッサー

（PDRCOP）については、メガチップス社との共同研究

によりその試作に成功し、その上に PDR を実装した。

従来（ARMCoretex-M4F マイコン）と比較し、約1/14

の消費電力で PDR に必要な処理を実行することができ

るようになった。PDRplus については、横歩き、後ろ歩

き、進行方向推定等で知財的進展があった。 
拡張現実（AR）及び AR トラッキングについては、ま

ず、AR トラッキング手法のベンチマーク標準に関して、

TrakMark WG でのデファクト側の活動と、ISO/IEC 
JTC 1/SC 24の委員としてのデジュール側の活動を進め、

ベンチマークのためのデータセットの内容、評価指標の

種類、評価プロセスの標準化を目指して NWIP（新業務

項目提案）を提出した。また、日仏共同研究で進めたハ

ンドヘルド AR のポインティング手法研究に関して、2

つの国際会議でそれぞれベストペーパー賞と Honorary 
Mention 賞に選ばれた。 
サービスフィールドシミュレータ（SFS）については、

まず、全方位液晶ディスプレイ配置による高解像度バー

チャル環境提示と、RGB-D 画像を用いた足踏み検出に

基づく移動操作を実現した。ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門との連携により、SFS 内の被験者から計測

された脳波から足踏み動作のノイズを除去して得られる

p300a の反応を用いて、被験者の興味の計測手法の開発

に貢献した。さらに、SFS と視線計測を組み合わせたバ

ーチャル店舗内顧客行動計測に関しても企業との共同研

究を開始した。 
拡張サービス・プロセス・リエンジニアリング技術の

現場適用・実証については、行動データと会計データと

の組み合わせによる包括的な測る化・見える化に基づく

CSQCC（Computer-supported QC Circle）に関する研

究発表を行い、国際会議でベストペーパー賞に選ばれた。 
ベンチャー創出における技術の社会実装においては、

ベンチャーTF での研究活動に基づいて、産総研技術移

転ベンチャー「行動ラボ株式会社」が設立され、従業員

行動計測および3D 屋内モデリングの事業化が開始され

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］行動計測、複合現実、拡張サービス・プ

ロセス・リエンジニアリング、サービス

工学、産総研技術移転ベンチャー 

 

［テーマ題目２］大規模データモデリングの研究 

［研究代表者］本村 陽一 

（大規模データモデリング研究チーム） 

［研究担当者］本村 陽一、竹中 毅、櫻井 瑛一、 

宮本 亜希（常勤職員3名、他1名） 

［研究内容］ 

日常生活における様々なサービス活動において、購買

履歴や電子カルテ、業務上の記録などの大規模データが

集積されるようになっている。これらの大規模データの

中にある意味のある概念クラスとその間の因果的な構造

を抽出し、計算モデルを構築する技術や需要や経営効率

を予測する技術によって、実際のサービス活動を支援す

ることを可能にする方法論を確立する。具体的には、ⅰ）

サービス現場の既存システムから得られる大規模データ

を効果的に活用する情報技術の研究、ⅱ）実サービスの

中に現れる主観的な領域や異質性も含めた人の行動特性

を分析する手法の研究、ⅲ）人間の行動と心理学的特性

の間の関係を共通の意味として対応づけるために、観測

された大規模データに基づいて意味のあるカテゴリやそ

の間の構造を自動抽出する技術の研究を進める。とくに

平成25年度はサービス利用者のセグメントを理解する技

術を発展させ情報損失の少ない k-匿名性に基づくプラ

イバシー保護技術を開発した。またこれまでに開発した

大規模データモデリング技術を技術移転した10社以上の

企業と連携することで、成果の利用コミュニティを立ち

上げ、学会でも活動するなどして新たなデータ活用ニー

ズや応用技術を深掘した。以上の活動によりサービス現

場に新たな価値をもたらす観測・分析・最適化システム

を開発すると同時にそれをサービス現場に導入し、異業

種のステークホルダーと協調して実社会で観測・分析・

設計・適用のループを継続的に実行することが可能とな

る。さらに、本格研究として早期の社会実装を可能にす

るために必要性が高い、現場にある粘着性の高い情報を
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活用するイノベーションに関する研究にも着手した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サービス工学、本格研究、アクションリ

サーチ、ビッグデータ、機械学習 

 

［テーマ題目３］サービスプロセスモデリングの研究 

［研究代表者］西村 拓一（サービスプロセスモデリン

グ研究チーム） 

［研究担当者］西村 拓一、山本 吉伸、三輪 洋靖、

渡辺 健太郎、福田 賢一郎、 

吉野 公三、茨田 和生、長尾 知香、

山田 洋子、山田 クリス 孝介、 

中島 正人（常勤職員6名、他5名） 

［研究内容］ 

本テーマでは、看護・介護サービス向上に向けた技術

開発、および観光地振興・地域活性化のための開発など

に着手している。 

前者では、看護・介護サービスの現場において、従業

員が主体的に作業フローを見直し、必要となる道具の仕

様を考え、業務改善することを支援する現場参加型開発

の構築を進めた。現場で必要となる知識を流通させるこ

とでサービス行為の迅速な記録と改善を可能とするため

に、現場の一連の業務プロセスから発生する情報や出来

事（例えば業務記録や従業員のとった行動で、「コト」と

呼ぶ）を収集しデータベース（DB）化（コト DB）する

研究を進めた。コト DB を試作することで、現場から収

集したコトを再利用することが可能となり、業務の振り

返りと改善を行う場を支援するシステムのプロトタイプ

が構築できた。「コト」の収集にも役立つ、申し送りと利

用者の構造化情報を連動させた申し送り支援システムの

実装を実現しライセンシングするとともに、介護施設に

おいて試験運用を開始した。 

 観光地振興・地域活性化技術に関しては、温泉地にお

いて顧客に IDを配布する基盤技術（顧客 ID化基盤技術）

を改良し、周辺地域との連携サービスの構築を進めた。

具体的には市民向け外湯券で市内の公共交通機関である

バスに乗車でき、走行中のバス車両の利用データを収集

するシステムを開発した。また地域の農産物を地域で支

える仕組みの研究に着手した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サービス工学、地域活性化、アクション

リサーチ、現場参画型開発、現場共有知 

 

［テーマ題目４］サービス設計支援技術群の構築 

［研究代表者］野田 五十樹 

（サービス設計支援技術研究チーム） 

［研究担当者］野田 五十樹、宮下 和雄、依田 育士、

山下 倫央、岡田 崇、黒嶋 智美、 

松島 裕康、小柴 等、渡辺 隼史 

（常勤職員4名、他5名） 

［研究内容］ 

 本テーマでは、サービスプロセスの改善を定量的・工

学的に予測するために、マルチエージェントシミュレー

ション（社会現象を、人や情報機器の相互作用としてモ

デル化し、それを計算機上に再現すること）をコアとし

たサービスプロセス評価技術およびそのもととなるモニ

タリング・モデリング技術、さらにはサービス流通円滑

化のための取引制度設計の研究開発を重点的に行ってい

る。 
 本年度はこれに対し、地域の公共交通におけるオンデ

マンド型サービスの有効性検証と実用システムの構築に

向け、函館におけるオンデマンド公共交通サービス 
（Smart Access Vehicle Service, SAVS）のシミュレー

ション評価と実サービスの配車システムの実装・動作検

証を行った。シミュレーション評価では、実証実験にお

ける運用実績と、シミュレーションでの運行予想を比較

し、シミュレーション評価が実運用のデータとほぼ一致

することを確認し、精度の高さを検証した。さらにその

シミュレーションにより大規模運用における効率予測を

行い、先行研究で得られていたオンデマンド交通の大規

模化のメリットを確認した。また、実サービスでの配車

システムは、世界で初めて完全自動による配車を実現し、

数日間の運用に耐えることが確認できた。今後はこれら

をもとに、現状のバスシステムからのシームレスな移行

方法などを開発し、社会実装の敷居を下げる技術の確立

を目指す。 
 また、人の流れのシミュレーションでは、北九州にお

ける花火大会の人流誘導や鎌倉市における津波避難を取

り上げ、多数のケースにおけるシミュレーションを行う

ことで、人の流れの全体的傾向や、人数規模と各種現象

の関係性を洗い出す手法を開発した。これらを利用する

と、避難訓練における参加人数と訓練の効果の関連が明

確になり、訓練参加の活性化に役立つ情報提供が行える

ことがわかってきている。 
 流通サービスについては、東北地方の水産業を題材と

して、需要と供給のマッチングについて鮮度制約を考慮

しながら行うシステムを構築・実装した。これにより、

生鮮食料品における流通過程の無駄を減じ、円滑な取引

を実現するシステムの開発を進めている。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］サービス設計、サービス最適化、シミュ

レーション、情報循環 

 

［テーマ題目５］都市空間サービス基盤技術の構築 

［研究代表者］車谷 浩一（都市空間サービス基盤技術

研究チーム） 

［研究担当者］車谷 浩一、幸島 明男、河本 満、 

池田 剛、富樫 宏謙、山本 晃、 

梅林 由紀子、斉藤 美行、岩﨑 正裕、

田口 雄大、田中 希武、細川 茂樹 
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（常勤職員3名、他9名） 

［研究内容］ 

本テーマでは、サービス設計・最適化の例として、高

度に諸機能が集約された都市空間において、環境センサ

や携帯情報端末から取得されるセンシング情報を用いて、

人の移動における適切な支援情報の提示、行動の見守り、

都市空間における効率的な農業の支援等の新規のサービ

ス創出、ならびにセンシング情報を用いたこれらのサー

ビスの質の向上・効率向上のための研究開発を重点的に

実施する。特に、環境センシングデバイス、センシング

情報解析、サービス提供プラットフォーム等の技術の創

出を目指す。 

 本年度は、特に都市空間における人の移動支援サービ

スの創出に重点を置いた。沿線において高齢化が進み、

住民・来訪者への移動支援技術が必要とされる鉄道駅な

らびに隣接商業施設において、住民・来訪者の効率的で

安全な移動を支援する基盤技術の研究開発を実施した。

具体的には、鉄道駅ならびに隣接商業施設における移動

支援サービスに必要な要件を分析し、人の徒歩による移

動、ならびに電動車椅子（パーソナルモビリティ）によ

る移動を支援するため、移動経路の選択に有用な混雑情

報（密度情報）や、移動速度に影響をもたらす移動体の

種別情報を効率的に計測する方法を分析した。 

これらの密度情報・種別情報を含む人の流れを把握す

るためのセンシングデバイスとして、対象空間をステレ

オビジョンによって観測し直接的に人流・種別情報を計

測するシステムの設計・製作を行った。また対象空間で

の音の発生事象、発生方向・位置、ならびに音の特徴を

自動的に計測し、その結果を用いてデータ補間によって

人流情報を推定するためのマイクロフォンアレーシステ

ムを設計・製作し、これらのセンシングデバイスを対象

空間実環境に設置し、人流計測・音空間計測の実験を行

った。取得されたセンサ情報を情報ネットワーク経由で

遠隔データベースに構造的・効率的に送信するための通

信プロトコルの策定を行った。これに加えてデータベー

スに格納されたセンサ情報を用いて人流情報を推測する

ためのプラットフォームとして、時空間データベースシ

ステムならびにセンサ情報解析ツール等の実装・整備を

行った。さらに、取得されたセンサ情報ならびに解析に

よって推定された人流情報等を、情報の受け手である人

（来訪者・住民）がより理解しやすくするためのユーザ

インターフェィスシステムの実装を実施した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サービス設計、サービス最適化、環境セ

ンシング、ユビキタスコンピューティン

グ 

 

⑥【フレキシブルエレクトロニクス研究センター】 
（Flexible Electronics Research Center） 

（存続期間：2011.4.1～2018.3.31） 

研究センター長：鎌田 俊英 
副研究センター長：牛島 洋史 
総括研究主幹：長谷川 達生 
 
所在地：つくば中央第5、第4 

人 員：21名（21名） 

経 費：470,527千円（283,899千円） 

 
概 要： 
１．ミッション 

 社会の隅々にまで行きわたる情報通信技術の普及

には、人々が直接情報の入手・発信に触れるための

ツールとなる情報端末機器の利便性の向上と高度普

及化が重要な課題となっている。本研究センターで

は、こうした課題を解決し、これにかかる新産業創

出、国際競争力強化に貢献していくために、ディス

プレイやセンサーなどの情報通信端末機器用のデバ

イス技術としての使用利便性の向上および省エネル

ギー化の促進を目指して、軽い、薄い、落としても

壊れない、形状自由度が高いという特徴を備えたフ

レキシブルデバイス技術の開発を推進する。これに

より、より利便性の高い革新的情報端末機器を社会

に普及させ、新市場創出による経済効果の拡大を図

る。また、これら情報端末デバイスの低消費電力化

技術の開発とともに、フレキシブルデバイスを省エ

ネルギー・省資源・高生産性で製造する技術となる

印刷法を駆使したデバイス製造技術の開発に取り組

み、大量普及する情報端末用デバイスの低消費電力

化、製造エネルギーの削減を推進して、グリーン・

イノベーションに貢献する。さらに、これらの技術

に係る材料基盤・計測標準化技術の開発に取り組み、

産業基盤支援と国際競争力強化に貢献することを目

指す。 
２．研究開発の課題 

 ミッション遂行のために、下記の研究開発課題を

設定して、技術開発を推進する。 
① フレキシブルデバイス技術の開発研究 

 超薄型、軽量、形状自由度、大面積、耐衝撃性に

優れた情報入出力インターフェースデバイスの創出

を目指し、柔軟性を有するフィルム基板上に回路・

デバイスを設置したフレキシブルデバイス技術の開

発を行う。特に、ディスプレイなどの表示・出力デ

バイス、圧力、光、熱応答の入力デバイス、無線ア

ンテナ、配線等、回路デバイスなどをフレキシブル

デバイス化する技術を中心に技術開発を推進する。 

② プリンタブルデバイス製造技術の開発研究 

 フレキシブルデバイスの省エネルギー・省資源・

高生産性製造プロセス技術として、脱真空プロセス、

脱高温プロセス、脱フォトリソグラフィープロセス

によりデバイスの製造エネルギーを著しく軽減させ、
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高速高生産性デバイス製造を可能にする溶液プロセ

スに立脚した印刷デバイス製造技術の開発を推進す

る。特に、高精度高精細印刷デバイス製造技術、低

温印刷デバイス製造技術、高機能化印刷デバイス製

造プロセス、大面積高均質デバイス製造技術などを

中心に、技術開発を推進する。 

③ フレキシブルデバイス用材料基盤・評価技術の開

発研究 

 フレキシブルデバイス用材料の開発ならびにそれ

らの基礎物性、寿命、効率、素子性能等にかかる評

価、計測に関する技術の開発を推進する。特に、有

機半導体材料などのデバイス用有機機能性材料の開

発 

３．研究開発の推進体制 

 研究開発の推進に当たっては、本研究センター内

に下記5つの研究チームを設置し、それぞれ設定研究

課題に対応した研究開発課題を推進する。 
（ア）印刷エレクトロニクスデバイスチーム 

（イ）表示機能デバイスチーム 

（ウ）先進機能表面プロセスチーム 

（エ）機能発現プロセスチーム 

（オ）フレキシブル有機半導体チーム 

 特に、本研究センターの研究開発技術は、産業界

の技術開発と密接に関係していることから、関連す

る多業種の企業群からなる技術研究組合を構成し、

その中で企業と一体的な技術開発をすることで、技

術の円滑な産業普及と推進を図っていく。現在、次

世代プリンテッドエレクトロニクス技術研究組合

（JAPERA）、次世代化学材料評価技術研究組合

（CEREBA）および、未利用熱エネルギー 革新的

活用技術研究組合（TherMAT）の三つの技術研究組

合に参加し、それぞれ印刷技術に基づくフレキシブ

ルデバイスの製造技術、デバイス用化学材料の評価

技術の開発推進を行っている。さらに、産業界との

情報交換の場としての産総研コンソーシアム「次世

代プリンテッドエレクトロニクスコンソーシアム」

を設置し、当該関連分野の最新の産業動向を反映さ

せた技術開発の推進を図っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 
経済産業省 
［平成25年度戦略的基盤技術高度化支援事業］ 

「スーパーインクジェットを用いたソーワイヤーへの砥

粒配置技術の開発」 
［平成25年度国際標準開発事業］ 

「プリンテッドエレクトロニクスに関する国際標準化）」 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO） 
［NEDO 委託］ 

「太陽エネルギー技術研究開発／太陽光発電システム次

世代高性能技術の開発／極限シリコン結晶太陽電池の研

究開発（銅ぺーストの研究開発）」 
「太陽エネルギー技術研究開発／太陽光発電システム次

世代高性能技術の開発／銅ペースト量産化技術と試験・

評価方法に関する研究開発」 
 
独立行政法人日本学術振興会（JSPS） 
「最先端研究開発支援プログラム「強相関量子科学」 担
当サブテーマ名『モットロニクス基礎』」 
「電荷移動励起子を用いた光電変換機能の開発」 
 
独立行政法人科学技術振興機構（JST） 
「プリンテッドエレクトロニクスのための強誘電／誘電

技術の開発」 
「新しい高性能ポリマー半導体材料と印刷プロセスによ

る AM-TFT を基盤とするフレキシブルディスプレイの

開発」 
「有機強誘電体の新材料開発、薄膜プロセス技術の開発

及び結晶構造の解明」 
 
発 表：誌上発表65件、口頭発表182件、その他52件 

--------------------------------------------------------------------------- 
フレキシブル有機半導体チーム 

(Flexible Organic Semiconductor Team) 
研究チーム長：堀内 佐智雄 

（つくば中央第4） 
概 要： 
・目的：フレキシブルエレクトロニクスによるグリー

ンイノベーションを目指し、有機半導体・導電体・

強誘電体などの電子機能性材料を印刷プロセスに適

用するための材料基盤技術を開発する。特に、プロ

セス適合性をもつ高性能な電子機能性材料の開発、

材料の特質に立脚した革新的印刷プロセスの開発、

高性能化に必要不可欠となる高度な微視的材料評価

技術の開発を推進する。 
・意義、当該分野での位置づけ：物性物理学・物性化

学・電子工学を基盤とする先端的知見を活用しなが

ら、新規材料・新機能開拓と、印刷プロセスの革新、

微視的評価技術の開発に取り組み、主に学術雑誌を

通した成果発信により情報通信・エレクトロニク

ス・材料分野に貢献する。 
・国際的な研究レベル：銀ナノメタルインクと反応性

表面により高解像度配線を実現できる超簡易印刷法

を世界に先駆けて開発、常温常圧の溶液・印刷プロ

セスで製膜可能な高性能有機半導体や高分極有機強

誘電体の材料を開発、材料評価技術として電荷変調

分光法を用いた有機半導体のキャリア輸送の研究で

世界のトップを走るなど。 
研究テーマ： テーマ題目１ 
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先進機能表面プロセスチーム 

（Advanced Surface Processing Team） 
研究チーム長：牛島 洋史 

（つくば中央第5） 

概 要： 
 薄膜トランジスタやセンサなどを印刷によって作製

するために必要になるプロセス、材料、評価の各要素

技術開発を行っている。特にマイクロコンタクトプリ

ント法による超高精細印刷技術については製版から印

刷装置の試作を進め、デバイス作製のための新規印刷

法の開発や、走査型プローブ顕微鏡の技術を応用した

極微細パターニング技術と表面の評価技術に関する基

盤的な研究、トランジスタやセンサの機能を向上させ

るための表面処理技術などについて研究を進め、プリ

ンテッドエレクトロニクスの実現を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目２ 
 
機能発現プロセスチーム 

（Functionalizing Process Team） 
研究チーム長：鎌田 俊英 

（つくば中央第5） 
概 要： 

 フレキシブルエレクトロニクスの実用化には、材料

の精密な配置技術と、材料の持つ機能をフルに引き出

す技術を、相互作用しながら同時に進めていく必要が

ある。機能発現プロセスチームでは、従来の1/1000以

下の微少液滴吐出が可能なスーパーインクジェットに

代表される、非接触・無版印刷技術と、酸素分圧が10

のマイナス30乗以下の極低酸素雰囲気を作ることがで

きる酸素ポンプ技術を用いて、材料本来の機能を発現

させるプロセスを開発している。 

 具体的には、スーパーインクジェットと金属ナノ粒

子を用いたサブミクロンのマスクレス配線パターン形

成や、銅ナノ粒子インクに関して酸素ポンプ技術を用

いた還元焼成による低抵抗銅配線作成などの研究を行

っている。 
研究テーマ：テーマ題目３ 
 
印刷エレクトロニクスデバイスチーム 

（Printed Electronics Device Team） 
研究チーム長：吉田 学 

（つくば中央第5） 
概 要： 
・目的：情報入出力機器の軽量化・フレキシブル化及

びグリーン・イノベーションに貢献するフレキシブ

ル印刷デバイスの創製技術の開発に向け、印刷プロ

セス要素技術の開発、フレキシブル情報入力デバイ

スの開発、デバイス・プロセス・材料に基づく評価

基盤技術の開発を推進する。これらを通して、高信

頼ヒューマンインターフェース情報端末機器の普及

を目指す。 
・手段：大型プロジェクト、技術研究組合との連携、

企業・大学との共同研究等における研究開発を積極

的に推進するとともに、社会のニーズや新規研究テ

ーマの発掘に努める。またフレキシブルエレクトロ

ニクス開発に必要な要素技術の高度化・集積化を図

るため、分野横断的な連携を推奨する。 
・方法論：国際的に注目を集める当研究チームの開発

技術である高品質な銅配線低温焼成形成技術の開発

や新規低温焼成技術としてマイクロ波焼成技術に着

手する。また強誘電性生体高分子を用いた全印刷大

型圧力センサーアレイの開発や情報機器のための新

たな入力デバイスの開発を行う。 
研究テーマ：テーマ題目４ 
 
表示機能デバイスチーム 

（Functional Display Device Team） 
研究チーム長：星野 聰 

（つくば中央第4、第5） 
概 要： 
・研究目的：ディスプレイをはじめとする情報端末の

ユーザビリティの向上や低消費電力化、また非連続

的なイノベーション創出に資する部素材、デバイス、

及びそのプロセス技術やアセンブリー技術の基盤的

な研究開発を行い、高度情報ネットワーク社会の実

現と進展、我が国の情報通信・エレクトロニクス関

連産業の持続的な発展に貢献することを目的とする。 
・研究手段：ディスプレイの低消費電力化と高生産性

を両立させる製造技術の基盤開発、およびプロセス

ダメージ評価技術の研究開発、機器・端末のユーザ

ビリティを向上させる要素技術となるフレキシブル、

プリンタブル電子デバイス技術基盤として、印刷プ

ロセスでも高特性を示す有機半導体材料・半導体微

粒子の材料・インキ化技術の開発、多様な形状の物

体等への適応性、耐衝撃性を向上させるフレキシブ

ル部素材・プロセス技術の開発を行う。 
・方法論： 
1) 低損傷プロセスと低損失・高効率部材活用による

ディスプレイ他、情報通信端末の低消費電力化とフ

レキシブル化を同時に達成する技術、2) 情報端末の

ユーザビリティ向上のため、高エネルギー変換効率

を示フィルム状のフレキシブル熱電変換素子の実現

に向けた部素材、デバイス設計技術の研究開発を進

める。 
研究テーマ：テーマ題目５ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］フレキシブル有機半導体に関する研究 

［研究代表者］堀内 佐智雄（フレキシブル有機半導体

チーム） 
［研究担当者］堀内 佐智雄、長谷川 達生、 
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山田 寿一、近松 真之、峯廻 洋美、 
堤 潤也（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 フレキシブルエレクトロニクスによるグリーン・イノ

ベーションを目指し、有機半導体・導電体・強誘電体な

どの電子機能性材料を印刷プロセスに適用するための材

料基盤技術開発を行う。プロセス適合性をもつ高性能な

電子機能性材料の開発、材料の特質に立脚した革新的印

刷プロセスの開発、高性能化に必要不可欠となる高度な

微視的材料評価技術の開発を推進する。平成25年度には、

次の成果を得た。 

革新的印刷プロセスとして、5µm 線幅、200ppi の高精

細導電性パターンを常温付近で簡易に印刷できる技術を

開発した。絶縁基板に UV 光照射にて反応性表面を作製

し、その上に塗布したアルキルアミン銀ナノインクのナ

ノ粒子接触融合を促したことで、銀金属自身とほぼ同程

度の抵抗率（1.60×10-6Ωcm）を示す導電性パターンを

印刷形成できた。 

表面自由エネルギーが不均質な基板表面上の液滴形状

をシミュレーションするために、前年度に開発したソフ

トウェア「Hydro」について、予測信頼性の高さを親水

／撥水パターン上でのインクジェット印刷実験から証明

した。また、電極配線パターンの設計や基板表面の汚染

状況の可視化など、同シミュレーションの応用手法も考

案した。 

印刷プロセス適合化を目指す材料開発のうち、トラン

ジスタ・光電変換素子用の有機半導体材料の開発では、

非対称型 BTBT 分子について置換基効果を系統的に評

価することで、優れた印刷プロセス適合性と耐熱性を兼

ね備えた材料を見出した。またそのその構造的要因を、

放射光回折実験による単結晶構造解析から明らかにした。

アルキル側鎖を付加した分子 C8-BTBT を構成成分とす

る分子化合物半導体を開発し、優れた製膜性と良好な n
型特性の両立にも成功した。 

低分子強誘電体の耐熱化の取り組みについては、水素

結合長の制御により室温をはるかに上回る動作上限温度

と PVDF に匹敵する高分極化を同時に達成できる材料

設計指針を得た。イミダゾール化合物では、結晶性薄膜

の作製を行い、5V 以下で分極反転にも成功している。 

微視的材料評価技術の開発では、電荷変調分光法につ

いて、ポリマー型有機半導体内の分子構造秩序度と対応

したスペクトル形状を与えること、キャリア輸送性能を

制限する低秩序ドメインの検出・評価に有効であること

を明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］有機半導体、有機デバイス、プリンテッ

ドエレクトロニクス、材料評価技術 

 
［テーマ題目２］先進機能表面プロセスに関する研究 

［研究代表者］牛島 洋史 
（先進機能表面プロセスチーム） 

［研究担当者］牛島 洋史、安部 浩司、山本 典孝 

福田 伸子、野村 健一、尾上 美紀 

日下 靖之、粕谷 陽子、藤田 真理子 

後藤 理恵、忽那 志満子、真中 潤 

小倉 晋太郎（常勤職員5名、他8名） 

［研 究 内 容］ 
 プリンテッドエレクトロニクスおよびフレキシブルエ

レクトロニクス実現のため、印刷技術による高精細なパ

ターニングや、更に微細なパターニングを可能にする技

術、パターニングを行う際に刷版や被印刷物表面に施す

修飾や改質処理技術、表面の形状や物理化学的性質を評

価する技術の確立を目指している。高精細パターニング

技術としてのマイクロコンタクトプリント技術や反転印

刷、スクリーンオフセット印刷などについて、重ね刷り

精度の向上や、膜厚の均一化と平坦化を中心にデバイス

作製プロセスの開発を行い、コロイド化学や表面化学的

手法と走査型プローブ顕微鏡の技術を統合した表面分析

技術による評価法の開発も進めている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］マイクロコンタクトプリント、反転印刷、

スクリーンオフセット印刷、走査型プロ

ーブ顕微鏡、印刷技術、コロイド化学、

表面化学、プリンテッドエレクトロニク

ス 

 
［テーマ題目３］機能発現プロセスに関する研究 

［研究代表者］白川 直樹（機能発現プロセスチーム） 
［研究担当者］白川 直樹、宮川 俊彦、中島 典行、

中野 栄司（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 昨年度に引き続き、酸素分圧が10のマイナス30乗以下

の極低酸素雰囲気を作ることができる固体電解質型酸素

ポンプと、従来比1/1000以下の体積の微少液滴が吐出可

能なスーパーインクジェットプリンタを用いて、エポキ

シ基板上に銅配線をマスクレスで作成するための研究を

行った。一桁µm 台の微細なライン＆スペースを持つ

CPU パッケージ基板を、PC 上の設計図から直ちにオン

デマンドで作成できる技術の提供を目標としている。

2018年頃に必要とされる微細パターン描画のために、ス

ーパーインクジェット印刷技術を用いる。今年度はイン

クの改良と印刷パラメータの最適化により3µm の配線

線幅＆スペースを達成した。また、配線材料として、マ

イグレーション耐性の高い銅を銀の代わりに使えるよう

にする技術が求められているが、銅インクは空気中焼成

では導電性が出ないので、還元雰囲気での焼成が必須で

ある。そこに酸素ポンプによる極低酸素雰囲気を適用す

るのが、本研究のもう一つの大きな特徴である。今年度

はそのプロセスを大幅に改良し、250℃以下の低温で、
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2.7µΩ・cm の低抵抗率と50倍以上の粒径の成長を達成し、

抵抗率の面でも金属組織の面でもバルク材料と遜色が無

くなった。 

 また、SiC 等の高硬度材の切削に用いられるソーワイ

ヤへのダイアモンド砥粒配置を、スーパーインクジェッ

トを用いて高度化する課題に引き続き取り組んだ。この

改良により、ウェーハの薄肉化要求に応える切削能力の

向上、および切削コストの削減を実現するのが目的であ

る。今年度は砥粒配置後の固定技術を改良し、砥粒付着

の歩留まりが劇的に改善したことによるワイヤの製造コ

スト半減と、切削速度の向上を達成した。 

 一昨年度開始したフィンランド VTT との共同研究で

は、同研究所が開発した Write Once Read Many（一度

書き込み・多数回読み出し）メモリーに関して、昨年度、

フューズモードと呼ばれる、新たな動作原理を見出した。

今年度はそのモードで1.5V という低電圧での書き込み

動作を実証し、モバイル応用への道を拓いた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スーパーインクジェット技術、極低酸素

技術、非接触印刷技術、無版印刷技術 

 
［テーマ題目４］有機エレクトロニクスデバイスに関す 

る研究 

［研究代表者］吉田 学（印刷エレクトロニクスデバイ

スチーム） 
［研究担当者］小笹 健仁、徳久 英雄、所 和彦、 

植村 聖、吉田 学 

（常勤職員5名、他20名） 

［研 究 内 容］ 
1） 印刷プロセス要素技術に関する研究開発 

 印刷プロセスにより形成した配線（回路）・バリア膜

（保護膜）・半導体膜を実装したフレキシブルデバイス

の高度普及を目指し、低温・高速・高生産性印刷製造

技術の開発を行う。 
 平成25年度は、 
・結晶シリコン太陽電池の低コスト化のために電極材

料の銀に代わる代替材料として銅ペーストの開発を

行った。150℃の焼成温度で1.2×10-5Ωcm の抵抗率

を達成した。 

・150℃の焼成温度でガラス基板上に3×1015Ωcm 以上

の高抵抗率を示す SiO2絶縁膜を作製する技術の開

発に成功した。 

・酸化物半導体の高速、低温プロセスとしてマイクロ

波焼成技術を開発した。本プロセスで成膜した酸化

物半導体におけるトランジスタ特性を評価した結果、

10-1cm2/Vs 台の移動度を得た。 

2） フレキシブル情報入力デバイス創製技術の開発 

 高感度・高精度・高信頼な大面積・全印刷型情報入

力デバイスの創製技術の開発を行う。電子デバイスを

構成する半導体材料や電極などの塗布形成技術と組み

合わせることにより、高性能なメモリ素子を低コスト

で大量生産する全印刷製造プロセスの実現を目指す。 
 平成25年度は、 
・フレキシブル圧力センサーの大面積化・広ダイナミ

ックレンジ化に取り組み、0.1から10kN の圧力の検

出能を有するフレキシブルル圧力センサーを開発し

た。 

・メモリ保持特性が30日以上を示すフレキシブル印刷

メモリを開発に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、 

環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、印刷金

属配線、銅ペースト、太陽電池、印刷メ

モリ、圧力センサー、RFID タグ、有機

エレクトロニクス、評価解析技術 

 
［テーマ題目５］表示機能デバイスに関する研究 

［研究代表者］星野 聰（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］星野 聰、末森 浩司、渡邉 雄一、 

奈幡 明子、冨山 加代 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 高度情報ネットワーク社会の実現と進展、我が国の情

報通信・エレクトロニクス関連産業の持続的な発展に貢

献することを目的とし、ディスプレイをはじめとする情

報端末のユーザビリティの向上や低消費電力化、また非

連続的なイノベーション創出に資する部素材、デバイス、

及びそのプロセス技術やアセンブリー技術の基盤的な研

究開発を推進した。平成25年度は次世代の高ユーザビリ

ティディスプレイとして期待が高まるフレキシブルディ

スプレイに関して、低消費電力化とフレキシブル動作信

頼性を向上させる技術開発として、プラスチックのフィ

ルム基板上に透明酸化物導電体等のディスプレイ機能部

素材の薄膜をドライプロセスで形成する際に発生する応

力差による基板の反りを高精度に定量的に解析する手法、

および極低応力損傷薄膜形成技術の開発を推進した。ま

たディスプレイの低消費電力化技術として期待される酸

化物半導体の薄膜トランジスタ（TFT）に関して、ディ

スプレイバックプレーンとしてフレキシブルディスプレ

イへの適応を視野に、プラスチックフィルム基板上、ド

ライプロセス成膜により高い移動度を示す TFT の作製

技術の開発を進めた。 

ディスプレイをはじめとする情報通信端末や入出力機

器のユーザビリティにイノベーションをもたらす要素技

術開発に関しては、エネルギーハーベスティング素子と

して情報通信分野や環境・エネルギー分野でユーザビリ

ティの更なる向上が要求されている熱電変換素子に対し

て、形状・形態面、導入普及の面でイノベーションをも
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たらすこため、素子作製に印刷プロセスが適用可能で大

面積化や大量生産が容易に行える、またフレキシブルな

フィルム状の素子が作製でき、設置場所の形状に対する

追従性や省スペース性を大きく改善できる、さらに原材

料や部材にレアアースを必要としないことで、希少資源

による普及の制約を受けないなど、優れた特徴を有する、

カーボンナノチューブ分散高分子複合体からなるフレキ

シブル熱電変換材料、インキ化技術の開発、それを用い

たフレキシブルフィルム状熱電変換素子の開発と高性能

化を推進した。本年度はカーボンナノチューブの種類、

分散濃度の最適化を行い、熱電変換材料効率を向上させ

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］フレキシブルディスプレイ、プリンテッ

ドエレクトロニクス、フレキシブルデバ

イス、低消費電力化 

 
⑦【知能システム研究部門】 
（Intelligent Systems Research Institute） 

存続期間：2001.4.1～ 

 
研究部門長：比留川 博久 

副研究部門長：横井 一仁、大場 光太郎 

総括研究主幹：松本 治 

研 究 主 幹：河井 良浩 

 

所在地：つくば中央第2、東 

人 員：71名（71名） 

経 費：1,057,381千円（447,522千円） 

 

概 要：  

１．ユニットの理念・目的 

 人間の行動を支援あるいは代行する、知能情報処

理・ロボティクスに関わる技術を知能システム技術

と位置づけ、その基礎原理、要素技術、システム化

技術の研究開発を行い、成果を社会に普及させる努

力を通じ、持続的発展可能な社会実現・産業競争力

強化に貢献すること。 

２．ユニットの研究の方向性 

 「出口を見据えた基礎研究の推進」を基本運営方

針とし、アウトカムの社会的有用性の精査を前提と

して、中長期的基礎研究を推進する。 

 ロボットの安全性評価技術をユニットの基幹技術

として大型外部資金で実施する。福島第一原発廃止

を支援する技術、東日本大震災被災地支援に資する

技術の開発を行う。この他、先端的技術開発として、

製造業の省力化・高効率化のための産業用ロボット

知能化技術、QOL 向上のための生活支援ロボット基

盤技術、サービス産業のためのロボット自律移動技

術、新サービス創出のためのヒューマノイド基盤技

術の研究開発に取り組む。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金：  

融合・連携推進予算（戦略予算） 

「エネルギー・生活支援情報の解析技術（絆プロジェ

クト）」 

重点研究加速予算（戦略予算） 

「災害対応ロボットシステム開発」 

イノベーション推進本部裁量予算 

「RT ミドルウェアの動的なコンポーネント配置・設

定（DDC4RTC）の標準化」 

 

外部資金： 

経済産業省 

ロボット介護機器開発・導入促進事業 

「ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評

価事業）」 

 

経済産業省 

戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン） 

「産業用移動機械向けに低価格で実現する高精度マシン

制御システムの開発」 

「チタンアルミ合金切削加工技術の確立による境対応型

先進 UAV 用ターボジェットジェネレーターの開発」 

 

総務省 

戦略的情報通信研究開発推進事業 

「掃除・片付け・拾い上げを行う自律型支援ロボットの

ための認識特徴量ライブラリと識別器の研究開発」 

 

消防庁 

消防防災科学技術研究推進制度 

「平成25年度消防防災科学技術研究推進制度（消防防災

用無人ヘリコプタの高精度飛行制御技術の研究開発）」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

生活支援ロボット実用化プロジェクト 

「生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

IT 融合による新社会システムの開発・実証プロジェクト

（都市交通分野） 

「パーソナルモビリティのスマートシェアリングシステ

ムに関する研究開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 

研究成果展開事業【戦略的イノベーション創出推進プロ

グラム】 

「高齢者の記憶と認知機能低下に対する生活支援ロボッ

トシステムの開発」 
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独立行政法人 科学技術振興機構 

研究成果展開事業【研究成果最適展開支援プログラム

(A-STEP)】(フィージビリティスタディ)【シーズ顕在

化】 

「大規模観測対象のためのワンショット形状計測法の研

究開発」 

「誤嚥性肺炎予防のための誤嚥リスク自動評価装置の研

究開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 

研究成果展開事業【研究成果最適展開支援プログラム

(A-STEP)】探索タイプ 

「高次局所自己相関を用いた掘削音からの地質・地層変

化検知」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 

COI プログラム 

「感性に基づく個別化循環型社会の創造」 

 

一般財団法人 日本自動車研究所 

グリーン自動車技術調査研究事業 

「隊列走行 HMI 技術に関する受容性調査」 

 

一般財団法人 日本自動車研究所 

財団等共同研究費 

「キャビテーション清掃車への運転操作支援システム導

入に関する研究」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

【機関補助金】若手研究者戦略的海外派遣事業費補助金 

「人の能力を超える緊急事態対応ロボットに関する国際

共同研究」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「身体運動・感覚経験の蓄積に基づく動作理解機能の構

成論」 

「知能化センサネットワークによる障害・高齢者の健康

リスク管理技術の開発」 

「プログラム可能な紐結びシステムに関する研究」 

「医療・介護・福祉の融合－現場発ヘルスサービスリサ

ーチによる地域包括ケアの実現」 

「視聴覚を利用した見まね学習によるアクティブな動的

動作生成に関する研究」 

「柔軟物連続操作のための視覚認識とアクションの双方

向連動に関する研究」 

「確率関係モデルによる医療臨床データの高度活用に関

する研究」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

基盤研究（B） 

「人側／装置側の両者の力触覚機能向上による新しい医

用力覚呈示システム」 

「対象物の柔軟性を考慮した組立作業計画」 

「スマートモビリティと環境固定センサ群の相互支援に

よる走行時リスク検出法の開発」 

「モノアイの研究」 

「Beyond multi-contact planning」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

基盤研究（C） 

「直観的理解の容易さと合理的根拠を兼ね備えた医療の

質評価内容の表現法および計算法」 

「把握技能における指の協調関係と機能の解明」 

「他動運動機器の使用が下腿部浮腫に及ぼす効果に関す

る研究」 

「ダイナミックインバージョン制御を用いた重力制御姿

勢安定化飛行体の研究」 

「作業プログラムの機能的構造を用いた自動チューニン

グに関する研究」 

「グラフオートマトン上の自己組織的な振動生成と構造

遷移」 

「ベッド上空間スイッチによるロボットの作業指示」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

新学術領域研究 

「超高速微細操作技術を用いた3次元細胞システム構築」 

「胎児・新生児シミュレーションに基づく初期発達原理

とその障害の解明」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

新学術領域研究（研究領域提案型）計画研究 

「人とかかわる共生型ロボットのためのロボットの適応

的要素行動」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

挑戦的萌芽研究 

「コンピューターウィルスの進化を分析する手法の研

究」 

「遠隔操作型ロボットの人間らしさの調節による発達障

害児への対話支援法の探索」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

若手研究（B） 

「ユーザビリティと高性能を両立するクラウド型リアル

タイム画像解析処理ミドルウェア」 

「テンソル表現に基づくパターン識別法に関する研究」 

「マイクロブログにおける情報伝播と群集誘導」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 
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特別研究員奨励費 

「ヒューマノイドによる支援機器評価のための人間動作

模擬と再現」 

「車椅子型ロボットにおけるジェスチャーによる HMI
の開発と評価」 

「ヒューマノイドの複雑動作生成のための効率的な数値

解法の研究」 

「ヒューマノイドによる動作模擬に基づく人間動作解析

と理解」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

研究活動スタート支援 

「動作中の身体と装着物のインタラクションを再現する

デジタルヒューマンモデル」 

 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

財団等共同研究費 

「宇宙精細作業ロボットにおける高精度視覚マーカを用

いた視覚認識システムの研究」 

「ワイヤ投擲型プローブシステムの研究」 

 

公益財団法人スズキ財団 

財団等助成金 

「マイクロレンズアレイを用いた高精度視覚マーカによ

る測位技術の研究」 

 

発 表：誌上発表138件、口頭発表289件、その他33件 

--------------------------------------------------------------------------- 
統合知能研究グループ 

（RT-Synthesis Research Group） 

研究グループ長：谷川 民生 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ロボットシステムに必要な知識を統合し、高信頼か

つ可変性の高いシステムを構成するために、RT（ロボ

ットテクノロジー）ミドルウエアを技術コアとしたシ

ステム化技術の開発を行っている。単体のロボットシ

ステムに限らず、RT 要素がネットワークを介して空

間に分散配置することで、空間そのものをロボット化

し、サービスに応じて、様々な RT 要素をカスタマイ

ズ可能とすることで、ニーズに応じた柔軟なシステム

構築を目指すとともに、空間という範囲を住宅から街

全体まで対象とし、スマートコミュニティ技術に基づ

く社会システムデザインの体系化を進めるべく、実現

場における課題解決型のアクションリサーチを並行し

て進めながら RT システムの実用化を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

５ 

 

タスクビジョン研究グループ 

（Vision and Manipulation Research Group） 

研究グループ長：原田 研介 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 3次元視覚情報処理、力覚・触覚情報処理、把持・作

業計画など、知能システムに要求される作業知能に関

する要素技術の高度化を中心に、ロボット作業の体系

化を図り、様々なニーズに応えうるロボット技術の確

立を目指した研究開発を行っている。具体的には、人

間の作業・活動を支援または代行するシステムとして、

産業用ロボットや生活支援ロボットでの応用を目的に、

環境や対象物の3次元計測・認識技術、把持計画・動作

計画技術、触覚センサ技術、センシング・制御戦略を

実装した作業・動作プリミティブに基づく知的マニピ

ュレーション技術等の研究開発とともに、センシング

技術と作業技術の密な融合による高精度な作業知能技

術の確立を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７ 

 

ヒューマノイド研究グループ 

（Humanoid Research Group） 

研究グループ長：横井 一仁 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 少子高齢化社会においても豊かな暮らしを実現する

には、労働力不足の解消が必要である。我々人間のた

めにデザインされている社会環境において、様々な仕

事を人とともに行うには、その形体も人間に近いヒュ

ーマノイドロボットが最も適している。 

 ヒューマノイド研究グループでは、ヒューマノイド

ロボットを用いた新たなサービスの創出を目指し、企

業と共同でヒューマノイドロボットを開発するととも

に、その移動機能、作業機能、動作教示・指示手法を

確立すべく研究開発を行っている。さらに、ヒューマ

ノイド研究開発用プラットフォームの提供や、ヒュー

マノイドロボットを用いた、コンテンツ支援サービス、

アシスト機器評価サービスを試行するとともに、過酷

環境下で人の作業を代行できる災害対応ヒューマノイ

ドの実現に挑戦している。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目７ 

 

ディペンダブルシステム研究グループ 

（Dependable Systems Research Group） 

研究グループ長：中坊 嘉宏 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ディペンダブルシステム研究グループでは、次世代

ロボット普及のため、システムを高信頼かつ安全（デ

ィペンダブル）に構成するための技術の体系化と RT
ミドルウエアを技術コアとした基盤アーキテクチャの
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構築を図っている。応用システムとしては、福祉シス

テム、車椅子、双腕ロボット、ディペンダブル・モビ

リティなどを想定し、高信頼、機能安全、リスクアセ

スメント、開発支援ツール、ヒューマンファクターズ、

Physical Human-Robot Interaction（pHRI）、人間中

心設計、安全認証試験・国際規格などの技術課題につ

いての研究、開発、普及などを行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目５ 

 

サービスロボティクス研究グループ 

（Service Robotics Research Group） 

研究グループ長：松本 吉央 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 サービスロボティクス研究グループでは、家庭、病

院、高齢者施設、オフィス等、人と共存する実環境に

おいて、人の活動を支援するロボットの研究開発を行

い、少子高齢化社会の課題解決に資する次世代ロボッ

トの実現を目指している。役に立つ支援のための要素

技術を開発し、高信頼なシステム構築を行うだけでな

く、企業との連携や実証実験を通して、実用化による

社会への成果還元を目指している。 

 具体的な研究内容としては、サービスロボットロボ

ットのうちの生活支援ロボット（アームロボット、移

動ロボット、コミュニケーションロボット等）のため

のセンシング技術、インタフェース技術、制御技術等

の要素技術の開発に加え、介護支援ロボットも含めた

支援ロボットの設計・評価技術に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目５ 

 

スマートモビリティ研究グループ 

（Smart Mobility Research Group） 

研究グループ長：松本 治 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 中心市街地での移動を自動車に過度に依存せず、パ

ーソナルモビリティを有効活用することで、CO2削減

や省エネ等を実現しようとする機運が高まっている。

スマートモビリティ研究グループでは、これまでに蓄

積してきた広域3次元環境構築技術やロボット自律移

動技術をコア技術とし、さらに技術の高度化や関連技

術との統合化を図ることにより、高信頼でかつ安全性

の高いパーソナルモビリティの先行研究開発を行って

いる。さらに、ロボット技術を搭載したパーソナルモ

ビリティ（モビリティロボット）の公道走行実験を可

能とする「つくばモビリティロボット実験特区」を有

効活用し、開発した技術の検証やシェアリング運用を

行い、実運用データを取得・解析・蓄積することによ

り、シミュレータによる交通手段選択予測や充電イン

フラの最適配置、安全情報提供など、パーソナルモビ

リティを活用した効率的な都市交通計画を支援するた

めの研究開発も実施している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

フィールドロボティクス研究グループ 

（Field Robotics Research Group） 

研究グループ長：加藤 晋 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 少子高齢化社会において、重労働・危険作業者の減

少対策や移動手段の確保のため、人の代わりに作業や

移動を支援したり、自律的に行うシステムが期待され

ている。フィールドロボティクス研究グループでは、

特に「災害対応」、「社会インフラの維持・整備」、「資

源開発」に資するロボティクス技術の研究・開発を進

め、これらの実環境下における移動、運搬、情報収集、

探索、点検や各種作業の安全かつ効率化を実現する移

動・作業型システムの実現を目指している。具体的に

は、移動検査ロボット、自律作業ホイールローダー、

飛行ロボット、モビリティロボット、ITS やロボット

の自動運転や運転・作業支援を対象に、環境認識技術、

先進制御技術、ナビゲーション技術、ヒューマンイン

ターフェース技術、通信技術など、屋外環境で使える

システム技術や要素技術に関する研究を推進している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

スマートコミュニケーション研究グループ 

（Smart Communication Research Group） 

研究グループ長：永見 武司 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 情報ネットワークは今や社会や家庭に広く浸透して

いるが、これをより豊かな生活を実現するための道具

とするためには、さらなる利便性の追求とともに人間

の生活様態や感性への適合性を高めることが必要であ

る。 

 本研究グループでは、生活環境や利用者の特性と情

報システムとの不整合を解消するため、人と人、人と

モノとのつながりが形成されるプロセスを分析し、情

報ネットワークとともに様々なセンサデバイスに対応

するセンシング技術やパターン認識技術を駆使して対

話や作業を支援するシステム、動作や環境の異常を検

出するシステム等の研究開発を行っている。 

 これまでに全方向ステレオカメラシステム（SOS）
による安全性・操作性を高度に確保した電動車いす、

不明瞭な発話でも機器操作や移動を支援する音声認識

システム、異常行動や機器の動作異常を映像や音によ

って検知する技術等の開発を行ってきた。また、現在

は、生活安全・生活支援のための見守り技術、高齢者

のための対話型情報支援システム等の研究テーマにつ
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いて医療福祉分野等の外部機関と連携して取り組んで

いる。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４ 

 

社会知能研究グループ 

（Social Intelligence Research Group） 

研究グループ長：森 彰 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 社会で循環・蓄積される情報や知識を計算機処理可

能な形に構造化して分析し、問題の同定や解決策の発

見につなげる技術の研究を行っている。こうした技術

は、社会におけるさまざまなサービスをエビデンスに

基づいて比較・評価・改善することに用いることがで

きる。サービスとは価値共創であり、それには関係者

の間でサービスの目的や関連情報を共有して互いに協

力する必要があるが、情報の非対称性の大きなサービ

スや価値の評価が難しいサービスの場合には、その協

力が不十分で、高い価値が生まれないことがしばしば

ある。一般市民がエビデンスに基づく仮説検証として

の科学を日常的に実践できるようにすれば、こうした

問題を解決していくことができると思われる。このよ

うな観点から、個人主導のデータ共有、大規模データ

の解析、共創プラットフォームの社会実装、セキュリ

ティやプライバシーの担保などの技術に関する研究を

進めている。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４ 

 

AIST-CNRS ロボット工学連携研究体 

（CNRS-AIST JRL(Joint Robotics Laboratory),  
UMI3218/CRT） 

連携研究体長：吉田 英一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 AIST-CNRS ロボット工学連携研究体 CNRS-AIST 
JRL（Joint Robotics Laboratory）、UMI3218/CRT は、

フランス国立科学研究センター（CNRS）と産業技術

総合研究所により設立された国際共同研究組織で、知

能システム研究部門内に設置されている。ロボットの

自律性の高めるための研究を、ヒューマノイドロボッ

トを主要なプラットフォームに使用して両国からの研

究者の密な協力によって進めている。主な研究テーマ

は、複雑な環境における全身動作・作業の計画と制御、

人間動作の理解・ヒューマノイドによる再現とその動

作支援機器評価への応用、視覚や触覚、脳神経信号な

どの感覚を統合したインタフェースによる人間・ロボ

ット協調システムなどである。日本や EU のプロジェ

クトなどへの参加により、国内外の研究機関とも積極

的に共同研究を行っている。 

 JRL は、CNRS では Unite Mixte Internationale

（UMI、国際混成研究所）として、産総研では連携研

究体（CRT）という正式な組織として位置づけられて

いる。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目５、テーマ題目

７ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］移動ロボットによる市街地多次元環境

構築・活用に関する研究 

［研究代表者］松本 治（スマートモビリティ研究グル

ープ） 

［研究担当者］松本 治、橋本 尚久、阪野 貴彦、 

横塚 将志、富田 康治、堀内 英一、

神村 明哉、加藤 晋、谷川 民生、 

関山 守、小島 一浩、原 功、 

安藤 慶昭、永見 武司、増田 健 

（常勤職員15名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 低炭素社会実現に貢献する都市計画の1つとして、中心

市街地での輸送（人および物）を自動車に過度に依存し

ないコンパクトシティ構想が地方自治体を中心に提案さ

れており、関連施策としてロボット技術を搭載したパー

ソナルモビリティの公道走行実験を可能とする「つくば

モビリティロボット実験特区」が2011年6月から始まって

いる。本研究開発では、上記特区を活用して、当該ロボ

ット等の移動を支援する技術である広域多次元環境構

築・活用に関して、無線通信によるクラウドを活用した

ナビゲーションサービス等に関する研究開発を行ってい

る。具体的には、移動ロボット等の移動体に3次元環境情

報取得用センサユニットを開発・搭載し、センサユニッ

トからクラウドへの情報送信により、クラウド上で計算

機負荷の高い3次元環境情報の合わせ込み等を行い、屋

内・外をカバーした高精度広域多次元環境を構築する。

それにより、構造情報提供のみならず、関連付加情報を

含む多次元環境情報提供等のサービスに寄与すると共に、

クラウドから各移動体への多次元環境情報の送信により、

ロボットナビゲーション等のサービスに貢献することを

目指している。 

 広域3次元環境構築技術については、全方位カメラによ

り産総研－つくば駅間約2.5km の遊歩道上の画像デー

タ収集を行い、新規に開発したカメラ位置姿勢推定手法

や高精細3次元復元手法を適用し、レンジセンサによる3

次元情報と画像データとの融合を実施した。GPS による

カメラ位置補正等も行いつつ、クラウドを模擬したサー

バ上に広域3次元環境を構築した。クラウドを活用したデ

ータ収集・共有・配信技術については、カメラ等の外界

センサによる大量センサデータの DB 化のため、Hadoop
と RT コンポーネントを用いたテスト実装作業を実施し

た。低価格なセンサ基板や RT コンポーネント化された

無線通信経由のデータ送信ユニットを開発し、車載セン

サデータの蓄積・送信に関する機能を確認した。移動支
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援応用技術については、産総研-つくば駅間を結ぶスマー

トシェアリングシステム（充電ステーション、予約シス

テム、車載センサなど）を構築し、関係者による模擬運

用試験を実施した。GPS による移動履歴（位置、速度）

データやドライブレコーダによる画像データ等を取得・

解析した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］パーソナルモビリティ、車いす、自律走

行、GPS、障害物回避、操作支援、無線

センサ、シェアリング 

 

［テーマ題目２］システムの安全・高信頼化技術と評価

手法の開発 

［研究代表者］中坊 嘉宏（ディペンダブルシステム研

究グループ） 

［研究担当者］中坊 嘉宏、原 功、角 保志、 

藤原 清司、安藤 慶昭、尾暮 拓也、

ビグス ジェフ、花井 亮、松本 吉央、

佐川 立昌（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

方法論として、産業ロボットの安全技術（機能安全）

と高信頼性化については、セル生産現場など対人近接産

業現場でのロボットの安全技術とその評価手法を開発し

た。具体的には人の上半身・腕・手の追跡技術、ワーク

スペース監視技術、人体へのリスクの詳細化を行った。

次に、福祉ロボット機器等の安全技術（機能安全）につ

いて、ロボット技術を用いた福祉機器およびそれ以外の

器具の安全技術とその評価手法を開発した。具体的には

安全性評価手法についての調査を実施した。また試験・

認証事業の加速化として NEDO プロジェクトの試験・

認証スキームの加速化を行った。具体的には前年度開発

した公開可能なロボットプロトタイプを、NEDO 生活支

援ロボット実用化プロジェクトの安全性能評価手法で評

価を行った。最後に、RT モジュールの安全技術と高信

頼化として、ロボット要素の高信頼化技術・評価手法の

開発と次世代機能安全ロボット評価を行った。具体的に

は冗長分散制御システムの試作を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、ソフトウェア、認証可能  

 

［テーマ題目３］ユーザ参加型デザインを支援する環境

構築の研究 

［研究代表者］森 彰（社会知能研究グループ） 

［研究担当者］森 彰、江渡 浩一郎、平野 聡、 

小島 一浩、原 功、安藤 慶昭、 

神徳 徹雄（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 ユーザ自身が生産者となることによる個人発の創造や

イノベーションの可能性が期待されている一方で、断片

的な情報が散在し全体把握が困難なため、新規生産者の

参加障壁が発生し、生産活動の効率が向上しないのでは

ないかという懸念も指摘されている。本研究開発は、こ

うした生産活動への参入障壁を下げ、ユーザ参加型デザ

インを支援するキュレーション（まとめ上げる技術）環

境を整備することを目的としている。 

 このためには、断片的なデータをオンライン・オフラ

インで共同編集する技術、および、キュレーションに必

要な情報共有基盤技術を確立し、最終的に、ユーザを巻

き込む方法論をパターン集（パターンランゲージ）、ノウ

ハウ、ライセンスなど登録可能な形式でまとめあげるこ

とが必要である。本年度は、情報共有基盤技術の研究開

発に取り組み、携帯端末上で簡便に利用できる情報共有

ツールと共有データを格納するためのリポジトリに関す

る研究開発を行った。 

 情報共有ツールについては、情報を複数人が共有して

編集しても矛盾が生じないようにファイルより細かい単

位で分散して編集可能であることが求められる。このた

め、これまでに開発を行ってきた SLF（Shared List 
Framework）と呼ばれる情報共有ツールの改善を行った。

SLF は、情報をリスト形式で保持しその要素ごとに修正

が可能な情報共有フレームワークであるが、ユーザのア

ドホックなグループ形成機能やリスト単位での共有機能

が欠けていた。こうした機能を追加する手段について検

討を行い、その前提として、複数ある情報共有サーバー

間でデータを分散共有する際のデータ通信を安全に行う

ための技術開発を行った。また、発信者の正真性あるい

は匿名性を確保しつつ潜在的に情報漏洩の可能性のある

サーバー上でも情報漏洩や改ざんがない事も求められる

ため、デバイス上でエンドトゥエンドの暗号化を行い、

通信内容の漏洩を防ぐとともに送信者の同定を困難にす

る暗号プロトコルの設計も行った。共有データリポジト

リについては、100万人を超える利用者を想定し、これま

でに開発を行ってきたシステムをクラウド環境に移行さ

せ、キャッシュ保持の仕組みを改善することで、140万人

規模の利用者に対しても安定した性能を発揮することを

確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ユーザ参加型デザイン、ソーシャルメデ

ィア、キュレーション、集合知 

 

［テーマ題目４］セキュアな個人情報センシングサービ

スに関する研究 

［研究代表者］永見 武司（スマートコミュニケーショ

ン研究グループ） 

［研究担当者］永見 武司、佐宗 晃、岩田 健司、 

小林 匠、李 時旭、児島 宏明、 

佐土原 健、佐藤 雄隆、森 彰、 

平野 聡、江渡 浩一郎、Geczy Peter 
（知能システム研究部門）、 

花岡 悟一郎、縫田 光司、 
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Attrapadung Nuttapong、松田 隆宏、 

渡邊 創、高木 浩光（セキュアシステ

ム研究部門）（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

 個人の行動や属性に関する情報を蓄積・流通・活用す

るユーザーや事業者に対し安心して利活用できる環境を

提供するため、個人に関するデータの匿名化および保護、

安全性検証を可能とするセンサ技術およびセキュリティ

技術の開発を行う。 

 センサ技術の開発では、介護施設等において人物の識

別情報および活動状況を抽出し、用途や利用者権限等に

対応した匿名処理を行って出力するスマートセンサを、

セキュリティ技術の開発では、見守りやヘルスケアサー

ビスにおいて個人データの流通を促進する管理制御基盤

の確立を目指し、システマティックな運用に必要なリス

ク判定規準の策定、およびデータ保護・安全性評価技術

を開発する。これにより、個人データを適切に取り扱う

ための安全な技術基盤および利用基準を確立する。 

 本年度は、個人データを安全に取得する機能を実装し

た小型のスマートセンサを開発した。これには、顔認証

による対象者特定、特定者の追跡、特定者の識別情報や

特徴を設定や権限に応じて配信する機能を開発し、実装

している。これに音響センサを統合するため、音響

HLAC を用いた学習型異常音検出機能を実装する小型

基板およびプログラムを開発した。また、データ利活用

モデルを確立するため、スマホアプリでプライバシー情

報がどのように取得すると宣言されているかを調査した。

さらに、個人データを安全に運用可能な新たな暗号技術

として、フォワード安全属性ベース暗号の設計と安全性

証明を行った。同技術は、従来の属性ベース暗号と同様

に、暗号化の際にある特定の属性情報を指定し、その属

性を持つ利用者のみに復号権限を付与できるだけでなく、

さらに、過去に遡った安全性も提供可能であり、より高

度な安全性を備えている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］個人情報、センシング、セキュリティ 

 

［テーマ題目５］生活支援ロボットのコスト・ベネフィ

ット分析に関する研究 

［研究代表者］松本 吉央（サービスロボティクス研究

グループ） 

［研究担当者］松本 吉央、本間 敬子、脇田 優仁、

梶谷 勇、田中 秀幸、阪口 健、 

尹 祐根、金 奉根、谷川 民生、 

鍛冶 良作、大山 英明、麻生 英樹、

吉田 英一、中岡 慎一郎、吉安 祐介

（知能システム研究部門）、小林 吉之、

遠藤 維、保原 浩明（デジタルヒュー

マン工学研究センター） 

（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

 高齢化人口の増大や、少子化に伴う労働人口の減少に

伴い、高齢者の支援・介護分野における人手不足が顕著

になっており、ロボット技術による QOL 向上のための

自立活動の支援や、介護・介助サービスの省力化への期

待が高まっている。しかし、生活支援ロボットは全く普

及できていないのが現状である。その理由は、コストが

増える、危ない、役に立たない、という3つに集約される。

このうち危ないという点に関しては、NEDO 生活支援ロ

ボット実用化プロジェクトにおいて研究が進んでいる。

コストに関しては、ロボットの価格が高いという問題も

あるが、それに加えて実際の導入にかかるコストが見え

にくいという問題も大きい。また、役に立たない点に関

しては、ロボット開発者による適用分野の業務理解が不

足していること、ロボット単体ではソリューションには

ならないこと、また実証実験を通したエビデンスの蓄積

が不足していること、が挙げられる。このような理由か

ら、国内では介護施設における介護リフトの普及率です

ら8%程度にとどまっており、生活支援ロボットの普及の

手前で止まっているという現状である。 

本研究課題では、このような状況において生活支援ロ

ボットの普及促進を実現するため、生活支援ロボットの

コスト・ベネフィットを分析することを課題として研究

を行った。目標とするのは、介護者の負担を軽くし労働

環境を改善する、高齢者の自立生活を長くし要介護度を

上げない、介護総コストを維持・抑制する、という高齢

化社会における相反する課題の解決である。そのための

方法として、本研究課題では、①複数の施設のデータの

収集・分析、②生活データの収集・分析、③生活支援ロ

ボットの導入・運用コスト、④ヒューマノイドやデジタ

ルヒューマンモデルを用いた動作再現と定量的分析、⑤

ユーザに合う福祉用具・支援ロボットの ICF を用いたデ

ータベースの構築に取り組んだ。 

①については、介護施設の業務を分析するための「観

察記録シート」を作成し、実際の介護施設にて介護者の

姿勢を時系列で記録し身体的負担をモデル化する調査を

開始した。また、見守りセンサのデータ収集を３ヵ所の

施設から行い、マイニングを行うことで、就寝状態の変

化から尿意を推定する方法を開発した。②に関しては、

日常生活の5つの場面での生活機能を収集し、利き手／非

利き手で行う機能の違いを分析した。③については、新

しい技術を導入する際の「情報コスト」について、供給

側と消費側にわけて構造化を試みるとともに、消費側に

ついては3つの特徴的な消費カテゴリにわけた情報探索

コストの調査を実施した。④については、名工大で開発

された受動機構とばねで構成される「無動力歩行支援器」、

および能動的に歩行動作を支援するホンダ・リズムアシ

ストを HRP-4C に装着し、その力学的効果の検証を試み

た。また、人の動作測定データをもとに力学シミュレー

ションを行う技術として、異なる姿勢の3次元データを自
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動的に対応付け、身体形状データベースを効率的に作成

する手法を開発した。また、転倒リスクが高い人の動作

特徴を明らかにするために、過去1年間に転倒したことが

ある者とない者の歩行の特徴を評価した。⑤に関しては

生活支援ロボットのデータベース（ver2）を開発し、ユ

ーザの状態（障害の程度）や実現したい機能を国際生活

機能分類（ICF）を活用して入力し、適切な機器を検索

する機能を実装した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］生活支援、コスト－ベネフィット、生活

機能 

 

［テーマ題目６］多品種少量生産の自動化へ向けたロボ

ット技術の開発 

［研究代表者］河井 良浩 

（タスクビジョン研究グループ） 

［研究担当者］音田 弘、植芝 俊夫、河井 良浩、 

北垣 高成、中村 晃、中坊 嘉宏、 

永田 和之、花井 亮、原田 研介、 

山野辺 夏樹、吉見 隆、吉田 英一 

（常勤職員12名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 日本の製造業を単なる「ものづくり」から新しい価値

作り「ことづくり」へ転換するために、オンデマンド・

ミニマル・マニュファクチャリングに代表されるように、

生産システムの形態を多品種少量生産に対応できること

が急務である。このオンデマンドな生産形態を実現する

ためには、製造工程のデジタル化による効率化、ロボッ

ト技術を用いた自動化により、製品開発ステージのスピ

ード向上を図ることが必須であり、その研究開発が求め

られている。本研究ではオンデマンドな多品種少量生産

の形態の実現を目指し、製品開発ステージを素早く回す

ための基盤技術の確立を目標とする。今年度は、製造工

程のうち特に組立工程の効率化・自動化技術の開発を実

施した。 

 まず、組立工程を考慮した製品設計手法の開発として、

平行グリッパでの組立作業を想定し、部品に平行面とみ

なせる領域がどの程度あると把持できるかを導出する技

術を開発、部品の設計指針を明確化した。 

 次に、組立工程支援ツールの開発として、人が実施し

た作業のデータを基に、部品の嵌め合い作業がシミュレ

ーションできるシステムを構築した。また、有限要素法

に基づき、与えられた組立動作経路による変形を伴う嵌

め合い動作のシミュレーション技術を開発した。さらに、

CAD モデルから認識用モデルを構築し、対象部品の位

置・姿勢を安定して検出する技術を開発した。また、組

立システムの議論・設計に利用可能な、要求と設計が紐

づいた形の SysML モデルを開発した。  

 最後に、全自動セル生産システム構築のための基盤研

究として、部品成形から組立まで一貫して行える自動生

産システムの必要性から、3D プリンタにより造形され

た部品をロボットで把持して組み立てるために必要な、

ロボットの動作ライブラリを整備した。このシステムに

より、爪を有するプラスチック部品を造形し、造形した

パーツの組み立てを双腕ロボットにより実現した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ティーチング、シミュレーション、弾性

変形物体、嵌め合い動作、作業・動作計

画 

 

［テーマ題目７］災害対応ヒューマノイドロボット技術

に関する研究 

［研究代表者］横井 一仁 

（ヒューマノイド研究グループ） 

［研究担当者］横井 一仁、森澤 光晴、梶田 秀司、

金子 健二、喜多 伸之、中岡 慎一郎、

麻生 英樹、浅野 太、金広 文男、 

吉田 英一、Abderrahmane Kheddar、 
吉見 隆、植芝 俊夫、喜多 泰代、 

阪口 健（知能システム研究部門）、 

加賀美 聡、西脇 光一、 

トンプソン サイモン、畑尾 直孝（デ

ジタルヒューマン工学センター） 

（常勤職員17名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 東京電力福島第一原子力発電所廃止措置は、今後20年

以上かかる。施設内には配管が林立した狭隘部、垂直梯

子など、既存ロボットでは対応できず、人による作業が

必須な箇所が数多くある。本研究課題は、作業員の被曝

量低減のために、原子炉建屋内の全領域において作業を

行えるヒューマノイドロボットシステムを実現するため

の重要技術である移動技術、作業技術、遠隔操作技術に

ついて、中長期的に実現しようとするものである。 

 移動技術の研究開発としては、屋外不整地歩行のため

の環境形状計測に誤りがある場合や踏むと移動するある

いは変形する路面でも歩行を継続するための歩行頑健性

向上技術を開発し、固定されていない丸棒を踏んで滑っ

た場合でもバランスを維持することに成功した。高速な

ドア通過の実現を目指し、環境からの反力に応じて適応

的に両脚支持期を変化できる歩行パターンジェネレータ

と安定化制御系を開発した。これにより現実のドア特性

を再現したシミュレータ上で、ヒューマノイドロボット

HRP-2による腕を用いた押しドア通過が可能であるこ

とを確認した。現状では、安定性確保のため一旦停止が

必要であり、押しドア通過に30秒以上要しており、今後

の改善が必要である。環境の計測誤差に対応した多点接

触動作技術として、点群データに基づいて多点接触動作

を計画する手法の開発を行い、平面から構成される環境

に適用可能な手法を実装した。多数の接触を伴う全身動

作の例として、原子炉建屋に設置されているものと類似
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の寸法を持つ垂直梯子を登る動作を計画し、ヒューマノ

イドロボット HRP-2によりこれが可能であることを確

認した。 

 作業技術の研究開発としては、等式・不等式制約条件

下における優先度付き全身逆運動学を用い、環境や操作

物体と手先との接触により発生する力を考慮した全身運

動制御技術を開発した。胸部に搭載した広視野ステレオ

カメラで、歩行しながら計測した時系列床面ポイントク

ラウドを占有確率グリッドに蓄積統合し、それを入力と

することにより足裏着地状態推定の頑健化を行い、動作

計画と連携した3次元環境計測技術を開発した。シミュレ

ーションにおいて、階段途中の歩行障害物の除去、階段

の移動、バルブ回しといった一連の動作をジョイスティ

ック操作により実現した。また、頭部カメラからは観測

できない狭隘部における作業に必要な情報を得ることを

目的としてハンドに内蔵したレンジセンサを開発した。

本センサを用いて配管系を模擬したモックアップをスキ

ャンし、バルブの3次元形状を獲得できることを確認した。 

 遠隔操作技術の研究開発としては、移動・作業技術の

進展に合わせ Choreonoid をベースとした遠隔操作イン

ターフェースの高度化を図り、作業の指令値生成を行っ

た。また、階段、ドア、バルブ等の環境モックアップの

整備を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ヒューマノイドロボット、災害対応ロボ

ット、遠隔操作、転倒予測、ドア通過、

二足歩行制御、3次元移動、ハンド装着型

レンジセンサ、接触動作制御 

 

⑧【情報技術研究部門】 
（Information Technology Research Institute） 

（存続期間：2005.7.15～） 

 

研究部門長：伊藤 智 

副研究部門長：工藤 知宏 

総括研究主幹：田中 良夫 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：34名（34名） 

経 費：1,024,366千円（738,481千円） 

 

概 要： 

 情報技術研究部門では、情報技術（IT）に関わる基

礎分野から応用分野までをカバーし、社会インフラと

しての IT を提供する技術と利用者指向で IT を利用す

る技術の研究開発を行っている。 

 社会インフラとして IT を提供する技術としては、

ネットワーク、サーバ／クラスタといったハードウェ

アだけでなく、プログラミング環境、データベースや

ストレージを含むミドルウェア、さらには、高度なア

プリケーションを実行する並列・分散環境から、実問

題を対象とするアプリケーションや情報サービスの提

供まで、幅広い領域での研究開発を進めている。研究

における大きな方向性としては、グループの枠を超え

た融合・連携研究を強化する。特に、ユニット内を横

断するビッグデータ処理基盤構築に係る研究開発を行

う。さらに分野内外の他ユニットや外部機関と連携す

ることで大型プロジェクトとしての取り組みに発展さ

せる。具体的には、ビッグデータのための次世代クラ

ウドコンピューティング/ポストペタコンピューティ

ングに必要とされるディペンダビリティ、スケーラビ

リティ、および省エネルギーを重要な課題として設定

している。特に、マルチコアからメニーコアへのプロ

セッサコア数の増大や、広域に多数のコンピュータが

分散する状況に対応して、機器の台数に比例した処理

性能を得るスケーラビリティや、頑健性やセキュリテ

ィを保持するディペンダビリティを重視した研究開発

を行っている。加えて、低炭素社会を実現するための

IT 機器の電力消費低減も大きな課題であり、ネットワ

ークの低消費電力化やデータセンタにおけるサーバ・

ストレージの省エネ運用手法なども、重要な研究課題

として取り組んでいる。また、社会インフラとしてワ

ンストップで情報サービスを提供するため、サービス

プラットフォームに関する研究開発を行っている。広

域に分散した研究機関やグループを有機的に結び付け

る研究基盤構築の一環として、様々なデータベースの

効果的な統合やメタデータの分散処理・管理技術を研

究開発している。特に、多様な応用分野でユーザが手

軽にデータを扱えることを目指した地球観測情報のサ

ービスプラットフォーム構築に関する研究開発を進め

ている。クラウド技術を用いて地球観測衛星データな

どの大規模アーカイブと高度処理を行い、分散環境下

の各種観測データと地理情報データを統融合した処理、

機械学習による解析やユーザフレンドなインタフェー

スによるサービス提供を行うプラットフォームを構築

中である。また、データ統合の視点から地球観測情報

のみならず、公的データを有機的につなげ新たな知見

の発見を行うための研究開発にも取り組んでいる。 

 利用者指向で IT を活用する技術としては、医療、

エネルギー、環境、社会インフラ、コンテンツビジネ

スなどの応用分において、安全・安心な生活と知的活

動の飛躍的向上の実現を目的に、実世界における環境

情報、計測などによって生成される多種多様なデータ

から有効な意味的情報を抽出する技術、それらを活用

する技術の研究開発を行っている。特に実世界で扱わ

れる音声、音楽、映像、テキストなどのメディア情報

については、これらを認識理解する技術の一層の高度

化を進めるとともに、他のシステム資源や人的資源と

のネットワーク化およびインタラクションの形成を促

進することによって認識精度の向上およびデータの高
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付加価値化を図る研究を行っている。これによって、

様々なメディア情報において最適な検索閲覧機能を実

現する技術、コンテンツ自動生成のための技術、位置

や状況に応じた情報提示に関する技術などの開発を進

め、新しい情報サービスの創出に取り組んでいる。ま

た、持続的社会のためのエネルギー運用管理技術とし

てのスマートグリッドを IT で支える技術の研究開発

を行っている。これまで培ってきた有線通信技術を中

心とした大規模なセンサーネットワーク技術を適用す

ることで、太陽光発電モニタリングなど有用な出口応

用を実現することを目標とし、通信基盤技術やその応

用技術の研究開発を進めている。さらに、アプリケー

ションの開発の利便性およびアプリケーションの動作

の信頼性を向上させるために、情報数理学を中心とし

た理論研究、およびオープン・システムで幅広く利用

される実証的ミドルウェアの開発と公開を行っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

「地理空間情報メタデータおよび WEB 配信方式の国際標

準策定」 

 

外部資金： 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
IT 融合による新社会システムの開発・実証プロジェクト

（データ処理基盤分野）「リアルタイム大規模データ解

析処理基盤の研究開発」 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 風

力発電高度実用化研究開発「スマートメンテナンス技術

研究開発」 
 
独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST）「音楽を中心とした類似度可知化情報環境

の実現と全体統括」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 JST復興促進プログラ

ム マッチング促進（タイプⅡ）「メガソーラーの最適運

用システムの開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 JST復興促進プログラ

ム マッチング促進（タイプⅡ）「病理画像のがん検出ソ

フトウェアの開発」 

 

独立行政法人情報通信研究機構  課題名：新世代ネット

ワークの実現に向けた欧州との連携による共同研究開発 

課題イ ネットワークテストベッドを活用した日欧にお

ける実証的共同研究「FEderated Test－beds for Large
－scale Infrastructure eXperiments（FELIX）」 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機 平成25年度東京電

力福島第一原子力発電所事故による環境モニタリング等

データベースの構築事業「複数データベースからのデー

タ取得のためのフレームワークの構築及びデータベース

の国際連携」 

 

独立行政法人日本学術振興会 基盤研究（B）「非線形固

有値解法の先端アルゴリズム開発と実アプリケーション

への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A）「大規模・異種の時空間データ統合で生じる矛

盾を許容するサイエンスクラウド基盤」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「ディザスタリカバリを可能にする高速退避型

遠隔ライブマイグレーションの研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（A）「Linked Data 検索のための結合効率化に基づ

くメタデータクラウドの研究開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「性能可搬性を提供する仮想計算機マイグレー

ション技術の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「ストリーム処理とデータ分析処理を統合した

戦略的データ活用基盤の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「画像認識技術を用いた大腸内視鏡画像の客観

的評価手法の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「合成開口レーダ画像および海洋観測に基づく

海上風シミュレーションの精度向上」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「ポストペタスケール計算機環境に向けた高可

用分散協調スケジューリングの研究」 

 

発 表：誌上発表103件、口頭発表151件、その他25件 

--------------------------------------------------------------------------- 
メディアインタラクション研究グループ 

（Media Interaction Group） 
研究グループ長：後藤 真孝  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 実世界のメディア情報（音楽、音声、ユーザ活動等）

を対象に、人々の利便性を向上させるためのメディア
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インタラクション技術の研究開発に取り組んでいる。

主に、実世界メディア理解技術（自動理解・マイニン

グ・推定）、インタラクション技術（インタフェース・

検索・ブラウジング）の研究開発を行っている。実世

界メディアは Web を中心に多様化し増加し続けてい

るが、それを人々が活用する技術は未成熟である。そ

のため、計算機が人間に代わって理解し、人間の意図

や嗜好に合わせた形態に変換することで人々の利便性

向上を図る技術が求められている。特に、音楽情報処

理及び音楽インタラクションに関する研究、音声言語

処理及び音声情報検索に関する研究、Web インタラク

ション及びユーザ支援に関する研究等に取り組んでい

る。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

プロセスウェア研究グループ 

（Processware Research Group） 
研究グループ長：錦見 美貴子 

（つくば中央第2） 

概 要： 

ソフトウェアの開発プロセスの向上を通じてソフトウ

ェアの品質を高めるための研究開発を行っている。高

品質なソフトウェアは、現代社会を支える情報システ

ムの高信頼・高安全・高可用化技術にとって必須のも

のであるが、これを安定的に供給するためには、エン

ジニアの職人的能力に期持するのではなく、ソフトウ

ェアを工学的に開発する手法が必要である。そのため

に本グループでは、１）小規模組織向け、２）オープ

ンなシステム、という特徴を有するソフトウェア・エ

ンジニアリング・ツールチェーンの開発と、その普及

活動を行っている。これは、ソフトウェア開発の95%
以上は、開発者数25名以下の小規模組織によって行わ

れている事実に対応するものであり、また、オープン・

スタンダードに基づいて、共通の概念・用語・手法等

を確立することは、複数のソフトウェア開発を連携可

能とするためである。ソフトウェアライフサイクルプ

ロセスの国際規格に基づいて、組織がプロセスを実装

していく際の支援・プロセスの定着度の評価などのツ

ールを開発している。 

 

スマートシステム研究グループ 

（Smart System Research Group） 

研究グループ長：村川 正宏 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 近年のセンサ、計測技術、通信技術の進歩により、

実世界の膨大なセンシングデータが取得できるように

なってきた。さらにクラウドコンピューティングを利

用することで、その膨大なデータを蓄積し、高度な解

析を行い、実世界に対して実時間でフィードバックで

きる環境も整ってきた。本グループでは、このような

大きなループを回すための要素技術の研究開発、なら

びにループを回すことで新たな価値を創造する応用分

野の開拓を行っている。要素技術では、(a)電力線通

信などの有線通信技術 (b)データ解析のための画像

認識技術、時系列信号解析技術 (c)確率的最適化手法、

などを研究している。応用分野では、スマートグリッ

ドおよび医療分野を主な対象としている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

インフラウェア研究グループ 

（Grid Infraware Research Group） 

研究グループ長：中田 秀基 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 動的な情報処理基盤構築のための資源管理・仮想化

技術と資源利用技術の研究開発を行う。最近注目を集

めているクラウドでは、ユーザは自ら資源を持つ必要

がなく、その一方で資源の利用効率を高めることがで

きる。本グループでは、計算機やストレージに加えて

ネットワークも統合してスケジューリングするととも

に、各資源のモニタリング情報をユーザやアプリケー

ションに知らせる方式を開発している。また、仮想化

技術を導入して、ユーザに見えるインフラ（仮想イン

フラ）が実際のハードウェアなどの構成（物理インフ

ラ）に依存しないようにし、仮想インフラを物理イン

フラ間で移動させることにより資源を集約する技術の

開発も行っている。さらに、クラウドで広く用いられ

る MapReduce 処理を高速化する技術も開発している。

これらの技術により、より広い用途に使用できる動的

インフラを構築可能にしていく。また、資源の有効利

用やエネルギーコストの低い資源の優先利用による省

エネルギー化を図る。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４ 

 

サービスウェア研究グループ 

（Grid Service-ware Research Group） 

研究グループ長：小島 功 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 本グループは分散・並列環境における、利用者およ

び応用指向の優れたサービス環境の提供を視野に研究

開発を進めている。特に、日々生成される大規模デー

タに注目し、大規模データ処理を分散環境で実現する

方式の設計・開発、様々なデータベースを組み合わせ

て一つの高機能データベースとして提示する機能の設

計・開発、また、これらをユーザが利用しやすくする

ツール群の設計・開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(233) 

ジオインフォマティクス研究グループ 

（GEOinformatics Research Group） 

研究グループ長：中村 良介 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 地理空間情報は、あらゆる情報を相互にリンクする

上での基盤となるため、多種多様な情報の中でも最も

重要度が高いもののひとつといえる。本グループでは、

とくに（１）地球全体を網羅する膨大な衛星画像を高

速かつ高精度で処理するデータマイニング技術（２）

屋内・屋外でシームレスに利用できる測位技術の研究

を行っている。またこれらの技術を生かした、

エネルギー資源開発・環境モニタリング・災害対応と

いった各種応用分野の研究にも取り組んでいる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］実時間ガイドによる高度医療支援シス

テム 

［研究代表者］野里 博和 

（スマートシステム研究グループ） 

［研究担当者］野里 博和、高橋 栄一、坂無 英徳、

岩田 昌也、村川 正宏（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 医療用検査機器におけるデジタル化による医療データ

の爆発的な増加に伴い、データ処理に要する医師の負担

増大に起因する医療過誤の危険性が増し、また一方で多

くの情報が活用されない状況が生じるなど、患者の不利

益を招く恐れが生じている。一方、情報産業においては、

膨大なデータを戦略的に活用するビッグデータ処理技術

が急速に発展しているが、医療分野での活用には至って

いない。そのため、医療現場において診察中に検査画像

などから瞬時に必要な情報を抽出し、増加し続ける膨大

な医療データと合わせて分析した結果をリアルタイムに

提示可能なパターン認識・検索・インタフェース技術の

確立が強く求められている。 

本研究開発では、大腸内視鏡を題材として、医師の診

断を支援する情報をリアルタイムに医療データから検

索・提示することにより、医師の操作・診断・治療方針

の決定をガイドする高度医療支援システムの新規実現を

目標とする。具体的には、(1)動画像認識技術、(2)類似

症例自動検索技術、(3)支援情報の可視化・提示技術の要

素技術を開発すること、プロトタイプシステムを開発し

てメーカにアピールし、共同研究もしくは公的研究公募

への共同提案の材料とすること、また、超音波診断支援

等を初めとする本研究成果の横展開についても検討する

ことが達成目標である。 

平成25年度の成果は、以下の通りである。 

 (1)動画像認識技術については、病変部位や炎症粘膜の

評価・推定する技術開発を進め、①大腸内視鏡検査にお

いては、検査画像からの炎症度分類アルゴリズムを開発

し、これを実装した評価用ソフトウェアを試作した。②

乳腺超音波検査においては、腫瘤性病変部位の検出手法

の改良により精度向上を図った。また、より難易度の高

い非腫瘤性病変の検出に向けた研究開発に着手した。 

 (2)類似症例自動検索技術については、抽出した特徴量

をベースに類似画像の評価手法の開発を進め、類似症例

検索のための類似度を算出する基礎技術を確立した。ま

た、医療機関の協力の下、症例の収集を行い、これまで

に FS には十分な量の症例（内視鏡42症例、超音波58症

例）を収集した。 

 (3)支援情報の可視化・提示技術については、FS 結果

に基づくデモシステムを構築（オープンラボにて展示）

し、内視鏡支援ソフトの GUI の改良結果を評価用ソフト

の試作に反映した。また、乳腺組織の3次元認識に向け、

検査画像の I/O に関して装置メーカとの協議を開始した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］医療画像、画像認識、動画画像認識、リ

アルタイム処理 

 

［テーマ題目２］ポストペタスケール高性能計算技術の

研究 

［研究代表者］池上 努（サービスウェア研究グループ） 

［研究担当者］池上 努、田中 良夫、中田 秀基、 

高野 了成、竹房 あつ子、小川 宏高、

谷村 勇輔、伊藤 智、越本 浩央 

（常勤職員8名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

現行のペタスケール計算機の後継として、エクサフ

ロップス規模の高性能計算機（スーパーコンピュータ）

の研究開発が世界各国で進められている。エクサフロッ

プス計算機ではシステム規模の増大に伴い、システムの

一部で障害が発生する頻度が増大し、システムソフトウ

ェアレベルで障害を隠蔽する従来型のアプローチには限

界がある。このため、長時間に亘る大規模計算を遂行す

るには、アプリケーションレベルで明示的に障害に対応

する必要があると考えられている。しかし障害発生時の

例外処理に関わるコーディングは複雑かつ膨大な量にな

ると予見され、その全てをアプリケーション側に記述す

るのは現実的ではない。 

本研究開発は、システムソフトウェア・ミドルウェ

ア・アプリケーションの三者が連携して耐障害性を実現

する、新たな耐障害性モデルを確立することを目指すも

のである。障害発生時の例外処理の大半をシステムソフ

トウェアと連携したミドルウェア層で担うことで、耐障

害性を備えかつスケーラブルなアプリケーションを迅速

に開発可能な技術を創出する。また、階層的なプログラ

ミングモデルを採用し、これに則った耐障害性モデルを

提供することで、数千万演算コア×時間規模の大規模シ

ミュレーションの開発を加速し、科学技術の発展に貢献

する。基盤として用いるシステムソフトウェアには、高

性能計算で広く用いられている MPI（Message Passing 
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Interface）標準規格に障害時の例外処理を追加した

ULFM-MPI（User Level Failure Mitigation MPI）を

採用し、既存のソフトウェア資産やプログラム経験を有

効活用する。 

計画2年目となる平成25年度は、初年度に策定した階

層的プログラミングインタフェースを ULFM-MPI 上に

実装し、耐障害性を備えたワークフロー処理を実現した。

このインタフェースはアプリケーションを独立したタス

クのワークフローとして記述し、タスクを単位として障

害に対応するもので、メインロジックの簡潔な記述を可

能にする。故障した計算資源を避けながら個々のタスク

を処理するため、ミドルウェア内部に計算資源の死活状

態を管理し、実行可能なタスクを適宜割付ける資源管理

機構を実装した。さらに障害に伴う計算の中間データの

喪失を防ぐため、冗長性を備えた高速データストアを新

たに設計・実装し、上記プログラミングインタフェース

と統合した。これらの成果物をまとめ、耐障害型プログ

ラミングミドルウェア Falanx のベータ版として公開し

た。  

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ポストペタスケール、高性能計算、プロ

グラミングモデル、耐障害性 

 

［テーマ題目３］公的データの LOD（Linked Open Data）
「化」と「利用促進」に関する研究 

［研究代表者］的野 晃整（サービスウェア研究グルー

プ） 

［研究担当者］的野 晃整、中村 章人、 

Steven Lynden、岩田 健司、小島 功 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

多様かつ膨大なデータを2次利用できる形での発信・共

有化は、データを活用したビジネスやイノベーションの

創出に不可欠なものであり、G8でのオープンデータ憲章

の採択や日本政府の閣議決定など国家レベルで推進され

ている。またコミュニティレベルにおいても、様々なコ

ンテストや会議の開催、先進的自治体での積極的な取り

組みなど、利用制限のないオープンデータへの期待は世

界的潮流となっている。特に、オープンなデータ間でリ

ンクを構築して連係する LOD(Linked Open Data)は、

データの高度利用に不可欠なものとして注目されている。

本研究では、公的データを LOD 化し、利用を促進する

ための基盤技術＆基盤ソフトを研究開発する。具体的に

は、産総研保有の研究データを用いて LOD のプロトタ

イプを構築しながら、フィージビリティスタディを行っ

て様々な課題を明確化する。具体的な研究開発項目は以

下の通りである。 

（1）LOD「化」：検索に不可欠なメタデータ（データの

属性情報）を抽出し語彙の定義を行う RDF 化を行っ

た後公開(publish)し、 外部の LOD とのインターリ

ンクを可能とする。データの相互連係を検索、発見す

るための横断検索のミドルウェアと、データの一貫性

を維持できるデータ管理手法を研究開発する。 

（2）LOD「利用促進」：大規模データ分析のために LOD
と元のデータをシームレスに扱えるデータ処理フレー

ムワークや、Provenance（出所来歴情報）を蓄積でき

るワークフローシステムを開発し、外部から操作を可

能にする API を提供する。また、データ保有者に向

けて LOD 化のガイドラインを策定する。 

 H25年度は、（1）LOD「化」のプロトタイプとして、

産総研の代表的なデータである有機化合物のスペクトル

データベースシステム（SDBS）と地理系 DB であるシ

ームレス地質図の凡例データを LOD 化した。また、LOD
の横断検索のためのミドルウェアとして、分散 SPARQL
検索のミドルウェア ADERIS-Hybrid を研究開発した。

分散 SPARQL 検索の1つのエンドポイントとして利用可

能な LOD データベース Bigdata を導入し、基礎的な性

能調査を通じて、LOD は性能面の改善が課題であること

を 確 認 し た 。 ま た 、 デ ー タ 管 理 の た め に 、

OpenData.METI、Data.gov.uk 等で利用されているカ

タログサーバ CKAN を導入し、評価を行い、幾つかの

プロトタイプ実装を行った。（2）LOD「利用促進」につ

いては、LOD から選択した任意の集合に対して、その繋

がりを調査・可視化するシステム ReLOD を開発した。

これにより一見無関係と思えるデータ間に繋がりがある

かどうかを容易に調査することが可能となった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］LOD、オープンデータ、データ検索 

 

［テーマ題目４］ビッグデータの処理基盤構築技術に関

する研究 

［研究代表者］小川 宏高（インフラウェア研究グルー

プ） 

［研究担当者］小川 宏高、田中 良夫、工藤 知宏、

竹房 あつ子、谷村 勇輔、広渕 崇宏

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

さまざまな性質のビッグデータ処理を効率良く行うた

めには、データのオンライン（リアルタイム）性、デー

タの配置や構造などに応じたデータ処理ミドルウェア群

の整備と、計算機・ストレージ等資源の統合管理機構が

必要である。そのため、既存研究で不十分であったオン

ライン・グラフ構造データ対応ミドルウェアと、異なる

性質のビッグデータ処理を同時に効率良く実行でき、処

理ミドルウェア間の連携を可能にする統合資源管理機構

を開発し、ビッグデータ処理基盤を構築することを目指

す。 

本研究の具体的な研究開発内容と平成25年度の成果は

以下のとおりである。（１）ビッグデータ処理基盤の実現

として、バッチからオンラインまで異種ビッグデータ処
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理ミドルウェアの共存と連携が可能な統合資源管理を開

発し、処理基盤を構築する。平成25年度は、OSS のスケ

ジューラをベースにプロトタイプを構築し、蓄積された

大規模データに対するバッチデータ処理ミドルウェア、

低レイテンシでランダムアクセス可能な大規模データス

トアミドルウェアを共存・連携可能にする技術開発を行

い、アプリケーションにより実証を行った。その後、実

運用に供するための開発・改良に着手した。（２）ビッグ

データ処理ミドルウェアの実装として、グラフデータや

オンラインデータを対象としたデータ処理ミドルウェア

を実装する。平成25年度は、バッチ型のグラフデータ処

理系を（１）の処理基盤上に実装するとともに、リアル

タイム大規模データ解析処理基盤の成果を処理基盤環境

上に統合するための技術開発を行った。（３）ビッグデー

タ処理アプリケーションによる実証として、部門内外の

各グループと連携し、複数の実用アプリケーションを実

装することで下位レイヤの有効性を実証しフィードバッ

クを得る。平成25年度は、大量の衛星画像に対する変化

検知、大量動画像に対するリアルタイム異常値検知のア

プリケーションによる実証を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ビッグデータ、資源管理、大規模データ

処理基盤 

 

［テーマ題目５］ユーザ貢献活用型ソーシャルコンテン

ツ技術に関する研究 

［研究代表者］後藤 真孝（メディアインタラクション

研究グループ） 

［研究担当者］後藤 真孝、緒方 淳、栗原 一貴、 

濱崎 雅弘、吉井 和佳、中野 倫靖、 

深山 覚（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 インターネット上にあふれるコンテンツを身近で手軽

に活用、創造できる技術は、日本が目指すコンテンツ立

国実現に不可欠であり、経済産業省技術戦略マップ2012、

第4期科学技術基本計画でもその重要性が指摘されてい

る。一方、従来の静的な理解技術では、膨大で動的に変

化しソーシャル化するコンテンツを計算機が処理し、

人々の利便性向上を図るには不十分である。そこで、ユ

ーザからのフィードバック・貢献を活用する新技術の研

究によりコンテンツの一層の活用を図ることを目指して

いる。 

 ユーザに役立ちながら技術開発を進めるため、本研究

では、（1）ソーシャルコンテンツを対象としたユーザ貢

献の収集＋蓄積＋再利用技術、（2）ユーザ利用を促し貢

献を利用・増幅可能なソーシャルコンテンツ理解技術及

びインタラクション技術、（3）ユーザが利用して我々の

研究成果を体験できる Web 上のサービス創出のそれぞ

れに関して研究開発を実施している。 

 平成25年度は以下の研究開発を行った。(1)の主たる研

究としては、音楽視聴支援サービス Songrium の開発を

行い、Web 上で一般公開する実証実験を開始した。本サ

ービスは、Web 上の動画共有サービスにおいて人々が創

作してソーシャルに共有される膨大な数の音楽コンテン

ツを対象に、ユーザがそれらの中から関心のある動画を

見つける手がかりとして、音楽コンテンツ同士が持つ関

係性、例えばオリジナル楽曲と派生作品との間にある派

生関係や楽曲の類似関係などの多様な関係性を活用でき

るよう支援するサービスである。2013年8月にプレス発表

を行い、多数のメディアにとりあげられ、社会的に高い

関心を得た。ユーザ貢献によって多様な関係性を扱うこ

とを可能にしており、ACM 国際会議でも発表を行った。 
 (2)の主たる研究としては、ユーザ貢献活用型ソーシャ

ルコンテンツ検索サービスのための基礎技術を考案し、

プロトタイプシステム構築に着手した。また、平成24年
度に実証実験を開始した音楽理解技術に基づく能動的音

楽鑑賞サービス Songle を、上記の音楽視聴支援サービ

ス Songrium 用の大規模コンテンツ解析を担う役割で連

携させた。動画共有サイトに新規対応させ、所内の計算

資源 AIST Super Cloud を活用しつつコンテンツ数を約

6千件から約60万件に増やすことに成功した。 

 (3)の主たる研究としては、新たな Web 上のサービス

として、動画共有サイト上のコンテンツに対する動画高

速鑑賞サービスを考案し、プロトタイプシステムの構築

と将来の公開に向けたデザイン制作に取り組んだ。本サ

ービスによって、ユーザが動画共有サイトを視聴中に可

変速な高速鑑賞機能を利用できるようになる。本サービ

スでは、ユーザ貢献を活用し、ソーシャルに「ベストな

見方（高速化度合い）」を共有することを目指している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ソーシャルコンテンツ、音楽情報処理、

歌声情報処理、メディアインタラクショ

ン 

 

⑨【ナノエレクトロニクス研究部門】 
（Nanoelectronics Research Institute） 

（存続期間：2011.4.1～） 

 

研究部門長：金丸 正剛 
副研究部門長：青柳 昌宏 
上席研究員：富永 淳二、Kolobov Alexander 
総括研究主幹：安藤 淳、中野 隆志、秋永 広幸 

 
所在地：つくば中央第二事業所、つくば中央第四事業所、

つくば西事業所 
人 員：50名（50名） 

経 費：2,870,819千円（運営費交付金941,241千円） 
 
概 要： 

１．ミッション 
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 ナノエレクトロニクスにおける我が国の産業競

争力強化や新産業の創出を目指し、その競争力の源

泉となるコア技術を開発することが当部門の主た

るミッションである。これまで蓄積してきたナノス

ケールデバイスの構造、材料、作製プロセス、設計、

システム化、解析評価技術に関する研究成果と研究

開発リソースを活かし、産総研第3期のミッション

である低炭素化など、社会の抱える課題解決につな

がるグリーンイノベーション等に資するナノエレ

クトロニクスを新たに創出することを目指す。 
２．研究の方向性 

 半導体エレクトロニクスの中核技術であるシリ

コン CMOS（相補形 MOS 電界効果トランジスタ）

技術はデバイス微細化を指導原理として発展を続

けており、今後も微細化を進める研究は必要である。

しかし、微細化の物理的・技術的な限界が近づいて

いることから、さらなる技術発展のためにはナノレ

ベルの微細化と同時に、新規な材料・構造・作製プ

ロセスの導入が必要となる。（“More Moore”技術）

一方、微細化以外の手法により半導体集積回路の性

能向上や機能付加を目指す研究開発の方向性があ

り、3次元実装による集積度向上や異種材料の混載

による集積回路の高機能化・多機能化、更には半導

体への多様なニーズへ対応するための設計・製造技

術が期待されている。（“More than Moore”技術）

さらに、より長期的な発展を目指すには CMOS 微

細化に代わる新しい指導原理の探索も必要と考え

られ、CMOS とは動作原理が異なる、全く新しいデ

バイスの研究開発（いわゆる“Beyond CMOS”技

術）も活発化している。 
 ナノエレクトロニクスは概ねこれら3種類の研究

領域を総称したものである。当部門では More 
Moore および More than Moore 技術を主たる研究

課題として取り上げて研究開発を進めている。 
３．研究課題 

ナノエレクトロニクスは材料、デバイス、プロセ

ス、設計、システム、評価などの要素技術を統合し

たものであり、幅広い研究領域を有する。これらを

総合的に進めるために以下の研究課題を設定してい

る。 
(1) シリコンナノデバイスの研究開発 

シリコン CMOS 微細化における主要なデバイ

スである Fin 形トランジスタについて素子特性ば

らつき抑制などにより低電圧動作技術を確立し、

極低消費電力集積回路基盤技術を確立するととも

に、10nm 以下の領域でのデバイス開発に資する

技術としてトンネル効果などの動作原理を導入し

たトランジスタの開発を行う。 
(2) 新材料・新構造インテグレーションの研究開発 

微細化以外の手法による CMOS 性能向上を実

現する等価スケーリング技術として新材料を利用

した高移動度チャネルや高誘電率ゲート絶縁膜技

術を開発し、シリコンとのハイブリッド集積回路

や低消費電力・高性能アナログ回路の実現を目指

す。また、半導体加工技術を利用して半導体トラ

ジスタ以外の新構造デバイスを開発し、新たなエ

レクトロニクス応用分野を開拓する。 
(3) 半導体設計製造技術の研究開発 

半導体チップを積層して3次元 LSI を作製する

技術は、微細化に頼らずに高集積化・高性能化を

実現できる有望な技術である。当部門では、その

ための要素技術として高効率チップ冷却技術やチ

ップ積層技術を開発するとともに、3次元 LSI 積

層計測評価技術も併せて開発する。また、ナノシ

リコンデバイスの特長を生かした応用回路として、

動的に動作電力を制御した低消費電力 FPGA を

開発する。 
さらに、今後の半導体製品に求められるユーザ

ニーズに合わせた変種変量の製造に対応するため

の半導体生産システムの開発を行う。単一製品を

多量に生産するために最適化された現在の半導体

生産システムに対して、多種で少量の製品をコス

ト、エネルギー、資源利用の観点で効率良く生産

する革新的システムを構築する。 
(4) ナノ計測エレクトロニクスの研究開発 

ナノスケールデバイスではそのデバイス特性が

原子スケールの構造揺らぎに敏感になり、デバイ

ス中の局所的な物性を原子スケールで計測・制御

することが必要不可欠となる。本研究部門では、

計測とシミュレーション技術を統合することによ

り、走査プローブ顕微鏡を用いた不純物分布の計

測・評価技術、ラマン散乱分光による局所ひずみ

の評価解析技術を開発する。 
(5) 超伝導集積エレクトロニクスの研究開発 

高精度性、低雑音性、高感度性において既存デ

バイスを凌駕する超伝導デバイスは、電気標準、

LSI 故障診断、各種精密分析、高度臨床検査、核

物質管理、大気観測等におけるコア技術となる。

産総研の超伝導デバイスの集積化技術の強みを生

かして、高感度低雑音センサ技術や、産業の発展

に不可欠な基盤技術である次世代電圧標準デバイ

ス技術の研究開発を行う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

重点研究加速予算（戦略予算）／革新的次世代 TCAD プ

ラットフォームの開発 

 

外部資金： 

日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力事業／経済

産業省産業技術環境局基準認証政策課環境生活標準化室
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／共用施設相互利用によるナノエレクトロニクス、ナノ

材料開発に関する研究 

 

科学技術振興機構（JST）／戦略的創造研究推進事業

（ALCA）／微小ジョセフソン接合の開発と超伝導集積

回路の高度化 

 

科学技術振興機構（JST）／戦略的創造研究推進事業

（ALCA）／ナノ Si 熱電材料の実現のための材料設計指

針の探索 

 

科学技術振興機構（JST）／研究成果展開事業【研究成

果最適展開支援プログラム（A-STEP）】ハイリスク挑戦

タイプ（復興促進型）／高機能部品内蔵インターポーザ

の実現に向けた超高密度部品実装技術の開発 

 

日本学術振興会／最先端研究開発支援プログラム／グリ

ーン・ナノエレクトロニクスのコア技術開発 

 

日本学術振興会／最先端研究開発支援プログラム／フォ

トニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発 

 

NEDO 助成金／産業技術研究助成事業／しきい値可変

型 FinFET による極低消費電力アナログ回路の開発 

 

受託／大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 

国立情報学研究所／最先端研究開発支援プログラム 量

子情報処理プロジェクト 

 

受託／国立大学法人筑波大学／X 線自由電子レーザー重

点戦略研究課題／相変化記録膜材料のX線回折プローブ

による格子ダイナミクス 

 

受託／一般財団法人九州産業技術センター／戦略的基盤

技術高度化支援事業／ミニマル3次元積層 LSI デバイス

製造ファブに対応したデバイス検査装置の開発 

 

受託／公益財団法人長野県テクノ財団／戦略的基盤技術

高度化支援事業／微細バンプ形成用ナノパーティクルデ

ポジション装置および微細バンプ接続応用技術の開発 

 

受託／一般社団法人研究産業・産業技術振興協会／平成

25年度戦略的技術高度化支援事業／角形チップ用フォト

レジスト塗布装置・現像装置の開発 

 

受託／国立大学法人京都大学／平成25年度国家課題対応

型研究開発推進事業「原子力基盤基礎戦略研究イニシア

ティブ」／微小真空冷陰極アレイを用いた高い放射線耐

性を持つ小型軽量撮像素子の開発 

 

受託／独立行政法人 物質・材料研究機構／先端計測分

析技術・機器開発プログラム／超伝導検出器を用いた分

析電子顕微鏡の開発 

 

受託／財団法人 福岡県産業・科学技術振興財団／戦略

的基盤技術高度化支援事業／超小型電子光学系と異形小

型高真空ポンプを内蔵した小型・低価格な測長用電子顕

微鏡（CD-SEM）の開発 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／挑戦的萌芽研究／3

次元磁場ベクトル測定用 SQUID 素子の創成と低雑音化 

 

文部科学省／科研費（研究分担者）／基盤研究（A）／

多段ゲート電界放出電子源を用いたマイクロカラムの開

発と電子線顕微鏡への応用 

 

文部科学省／科研費（研究分担者)／基盤研究（S）／シ

リコンナノ構造を基盤としたドーパント原子デバイスの

開発 

 

文部科学省／科研費(研究分担者)／基盤研究（S）／百

万画素サブミクロン分解能中性子ラジオグラフィのため

の固体超伝導検出器システム 

 

文部科学省／科研費（研究分担者)／基盤研究（S）／断

熱モード単一磁束量子回路の導入によるサブµW マイク

ロプロセッサの研究 

 

文部科学省／科研費（研究分担者)／基盤研究（B）／変

調ドープと結晶粒径極微制御による高移動度・低熱伝導

率ナノシリコン熱電材料の創成 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（A）／Ⅲ‐V 族 p チャ

ネル MOSFET のための価電子帯エンジニアリングと界

面双極子制御 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（B）／超伝導光子検出

器の多画素化のための広帯域・広ダイナミックレンジ読

出回路 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（B）／決定論的ドーピ

ング法による量子物性制御 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（B）／ジョンソン雑音

温度計のための集積型量子電圧雑音源 

 

文部科学省／科研費／基盤研究（C）／次世代高移動度

チャネル材料向け全窒化膜ゲートスタック技術の研究 

 

文部科学省／科研費／挑戦的萌芽研究／イオンビームに



研 究 

(238) 

よる細胞へのドーピングと細胞機能修復 

文部科学省／科研費／挑戦的萌芽研究／原子層シリサイ

ド半導体を用いたドーピング制御 

 

文部科学省／科研費／若手研究（B）／固体ゲート絶縁

体を利用した電界効果による強相関酸化物の電子相制御 

 

発 表：誌上発表193件、口頭発表318件、その他21件 
--------------------------------------------------------------------------- 
シリコンナノデバイスグループ 
（Silicon Nanoscale Devices Group） 
研究グループ長：昌原 明植 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 IT 社会はますます拡大の一途をたどっているが、そ

れをハードウエアの面で支えるのは、今後もシリコン

集積回路であることは間違いない。安全・安心な IT
社会の持続的な発展には、シリコン集積回路の更なる

高性能化と低電力化が不可欠である。我々は、ユビキ

タス情報ネットワークの中核となる高性能かつ低消費

電力なシリコンナノデバイスを実現するための基盤技

術を開発し、我が国の IT 社会と半導体産業に寄与す

ることを目指している。これまで、半導体の高性能化

は、微細化によって進められてきた。しかしながら、

微細化に伴う諸問題により、更なる高性能化が極めて

困難になってきている。我々は、産総研発立体チャネ

ルデバイス技術を基に、その障壁を打開し得る新規な

シリコンナノデバイスの研究開発を進めている。10nm
以細のデバイスとしては FinFET や接合レス FET、そ
して、それらデバイス技術と新規な材料技術を融合し

た革新的回路技術、また、通常の CMOS では成し得

ない極めて低消費電力な新原理シリコンナノデバイス

の開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目９ 

 

新材料・機能インテグレーショングループ 

（New Materials and Devices Integration Group） 
研究グループ長：宮田 典幸 

（つくば中央第２、４） 
概 要： 

 高度情報社会を支える半導体エレクトロニクスは、

半導体素子の微細化技術をテクノロジドライバとして

発展してきた。微細化が物理的限界に近づきつつある

一方で、エレクトロニクスに対する社会からの要請は

益々高度かつ多様なものとなっている。このような状

況に応じたイノベーションにおいて、ポストシリコン

材料と呼ばれる新規半導体材料の導入や新機能デバイ

スとの融合が有効な手段であると期待されている。当

グループでは、グリーン／ライフイノベーションにつ

ながる高性能、低消費電力、および新機能・多機能化

技術を目指しており、主に下記の3テーマを推進してい

る。(1)化合物半導体やゲルマニウムの高移動度チャネ

ルを用いた高性能トランジスタ技術、およびシリコン

ウエハ上への異種材料・デバイス集積化技術による高

機能ハイブリッドデバイスの研究開発。(2)半導体加工

技術により実現される小型フィールドエミッタアレイ

（FEA）や新規酸化物半導体を利用したイメージング

素子の研究開発。(3)強誘電体材料を利用した NAND
フラッシュメモリに替わる高性能不揮発メモリの研究

開発。以上の研究テーマに加え、絶縁膜/半導体界面の

基礎物性・評価などの基盤的要素研究や、半導体技術

を活用した新規応用分野の探索にも力を入れている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目13、テーマ題目

14、テーマ題目16、テーマ題目17 
 

相転移新機能デバイスグループ 

（Functional Phase-change Device Group） 
研究グループ長：中野 隆志 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 相変化材料を用いた不揮発メモリである相変化メモ

リ[PCM]は、高集積度や多値記録といった面で利点が

あることで開発が進められ、実用化が始まっている。

しかし、これまでの PCM は結晶— アモルファスの相

変化を記録に使うため、大きなエネルギーを必要とし、

比較的消費電力が大きいことが課題となっている。 
 一方、産総研が主体となって研究開発を進めている

超格子型の相変化材料は、原子の配位数の変化のみの

相転移であるため、相転移に必要なエネルギーが通常

の合金型の1/10以下であり、高速動作可能な特長を持

っている。そのため、この超格子型材料による iPCM
と名付けた超省電力不揮発メモリの開発が、現在、勢

力的に進められている。 
 また、この超格子型の相変化材料は、室温でトポロ

ジカル絶縁体の特性を示すことが明らかとなり、ナロ

ーバンドギャップの半導体としての特性から、テラヘ

ルツ帯域での応答にも興味深い特性が発見されている。 
 当グループでは、提案している iPCM のさらなる省

電力化等の開発を進めると共に、このような新しい機

能が期待される相転移（結晶— アモルファス相変化、

結晶— 結晶相変化、トポロジカル相転移、等）を用い

た新機能デバイスの研究開発を進めている。 
研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目17 

 

3D 集積システムグループ 

（3D Interconnection System Research Group） 
研究グループ長：青柳 昌宏 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 3次元 LSI 積層実装技術を活用した超並列バス・マ
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ルチコアアーキテクチャーと高熱伝導構造の採用によ

る低消費電力 LSI 実装システムの開発に取り組む。平

成25年度は、昨年度に引き続き、高度な並列処理を目

指した超並列バス・マルチコアアーキテクチャーとヒ

ートスプレッド放熱構造により高密度デバイス集積を

具現化できる3次元 LSI 積層実装をコア技術とした低

消費電力 LSI 実装システムの開発を進めた。特に、高

密度微細バンプ接続技術、3次元積層 LSI デバイス計

測評価技術、受動部品内蔵インターポーザ技術などの

研究を進めた。具体的には、微細バンプ接続技術の実

現に向けた、高精度フリップチップ接続技術による実

用レベルの微細円錐バンプ接続プロセス技術、極微小

チップコンデンサを内蔵したプリント回路基板による

高機能インターポーザ技術などの開発を進めるととも

に、3次元積層 LSI デバイス計測評価技術確立に向け

た測定システム構築と微細ピッチ多ピンプロービング

システムなどの要素技術開発を進めた。さらに、要素

技術を統合して、実用レベルの応用技術として、バウ

ンダリスキャン法による3次元積層バス検査技術、マイ

クロ流路による熱拡散技術、3次元 LSI 熱電気統合設

計技術などの開発を進めた。100m 間隔で300個の微

小チップコンデンサを内蔵したインターポーザにより、

超低電源インピーダンス特性の達成を実証した。円錐

微細バンプを用いた3次元積層バス検査検証デバイス

により、接続検査機能を確認した。また、フォトニク

ス・エレクトロニクス融合システム基盤技術として、

光源実装技術の基礎研究に取り組み、XYZ3軸とも高

精度アライメントが達成できる光デバイス搭載技術を

開発した。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目12、テーマ題目

15 

 

エレクトロインフォマティックスグループ 

（Electroinformatics Group） 
研究グループ長：小池 帆平 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 エレクトロインフォマティックスグループは、エレ

クトロニクス技術が提供するシーズと情報処理技術か

らのニーズとを垂直統合的に分野融合させ、新たな付

加価値を有し新規市場開拓が可能な未知の電子情報技

術を創出することによって、新型デバイス研究開発に

於ける「死の谷」を乗り超える方法論を確立し、実践

することを目指して設立された研究グループである。 

 新しいタイプのデバイスを実用化へとつなげていく

には、デバイス単体の研究だけでは不十分である。新

たな回路技術の発案、回路シミュレーションの実現、

キラーアプリケーションの提示など、広範な分野にま

たがる技術を総合していくことで、はじめて新型デバ

イス研究開発の「死の谷」を乗り越えることが可能と

なる。そこで当グループでは、産総研で発明された

XMOS トランジスタを用いた回路設計を支援するた

めに、XMOS デバイスモデルの開発を進めてきており、

その成果は国内外の回路設計者に利用されている。ま

た、FPGA（Field Programmable Gate Array）の電

力消費問題を解決して XMOS トランジスタのキラー

アプリケーションとなることを目指して、しきい値電

圧をプログラム可能な Flex Power FPGA の開発を進

め、一連の試作チップと専用の CAD ソフトウェア群

の開発を通じて、消費電力削減効果の確認に成功して

きた。平成24年度よりは LEAP プロジェクトに参加し

て、SOTB（Silicon on Thin BOX）トランジスタを用

いた Super Flex Power FPGA 試作チップの開発を進

め、大幅な性能改善の確認に成功するとともに、LEAP
での原子スイッチ素子を応用した FPGA 開発への協

力を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

ミニマルシステムグループ 

（Minimal System Group） 
研究グループ長：原 史朗 

（つくば中央第2） 

概 要： 

  低コスト集積回路製造の究極の姿は、ルームサイズ

のファクトリーである。それぞれの製造装置は1フィー

ト立方 程度の大きさとなる。この新しい産業システム

構築構想を「ミニマルファブ構想」と名付け、2010年1

月にファブシステム研究会（設立時：企業16社2大学、

本報告執筆時点：96社9大学3特許事務所5公的機関）を

立ち上げ、構想実現のための技術開発をスタートして

いる。ミニマルファブは、現行300mm ウェハと比較

しておおよそ面積が1/1,000のハーフインチウェハ（正

確には直径12.5mm）を用いることで、装置サイズを

幅30cm まで縮小し、これによって設備投資額も

1/1,000の5億円程度まで抑える最小単位の半導体デバ

イス生産システムである。 

  研究会企業と産総研にてミニマルファブの開発を進

めている。本グループのミッションは、その開発全体

を統括し開発をリードすること、ミニマルファブの共

通コア技術であるウェハ搬送系の開発を行うこと、ミ

ニマルファブに関する様々な要素の仕様決定を推進す

ること、開発装置群を用いたデバイスを試作すること

などである。本年度は昨年度開発した前工程装置群を

用いて、MOSFET の試作を実現し、その電気的動作

を確認した。また、CVD やイオン注入など周辺装置群

の開発を進めた。今後、これらミニマル装置群の実用

化へ向けた改良と他のミニマルプロセス装置群の開発

を進めて行く。 

研究テーマ：テーマ題目６ 
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ナノスケール計測・プロセス技術研究グループ 

（Nanoscale Characterization and Processing 
 Research Group） 
研究グループ長：多田 哲也 

（つくば中央第4、第2） 

概 要： 

 近年目覚ましい高性能化を遂げた IT機器は、CMOS 
LSI の性能向上に支えられている。CMOS LSI の性能

向上は、LSI を構成するトランジスタ寸法の縮小（微

細化）による集積度増加により実現され、動作電圧を

下げることで低消費電力化も実現される。しかしなが

ら、従来の Si トランジスタでは性能向上に限界がある

ため、FinFET のような立体構造デバイス、新たな材

料を用いたデバイスの開発等が行われている。 

これら微細化されたデバイスの特性は、ナノスケー

ルの構造揺らぎに敏感に影響されるようになり、その

設計や作製が困難になる。したがって、ナノレベルの

空間分解能で、形状や構造、構成材料の組成やポテン

シャル分布、デバイス動作に影響を与える熱特性や応

力分布を測定・評価する方法を確立することは、極め

て重要である。それと共に、さらなる低消費電力化、

高性能化を実現するためには、Si 以外の新たなデバイ

ス材料の開発も重要なテーマとなっている。 

当研究グループは、これらのことを踏まえ、ナノデ

バイスにおけるラマン散乱分光法による局所ひずみの

評価解析技術、フォノン・熱特性測定評価技術、走査

プローブ顕微鏡（SPM）や高分解能電子エネルギー損

失分光（HREELS）を用いたポテンシャル分布の計

測・評価技術、テクノロジーCAD（TCAD）の研究開

発、ヘリウムイオン顕微鏡を用いたナノスケール加

工・観察技術の研究開発を行っている。また、これら

計測評価技術と密接に連携して、原子スケールで材料

制御を行い、新たなデバイス材料・熱電材料の開発を

行っている。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目17 

 

超伝導計測デバイスグループ 

（Superconducting Sensors and Circuits Group） 

研究グループ長：神代 暁  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 半導体や磁性体では実現が困難な高精度・高分解

能・高感度計測を可能とする超伝導計測デバイスを開

発し、さらにこれらのデバイスを中核とする計測シス

テムの構築により、「電圧標準」などの産業の発展に不

可欠な基盤技術の整備や「放射線や微量有害ガスの検

出」など国民の安全・安心に寄与する技術開発をグル

ープの最大目標にしている。2013年度は、昨年度運用

開始した超伝導デバイス・集積回路作製施設

CRAVITY の運営を軌道に載せ、安定したチップ生産

を可能とした。完成チップの特性評価設備を、供給量

不足と価格高騰に悩む液体ヘリウムをグループメンバ

がシェアし効率的に使える場所に移設し、高頻度の評

価に対応できるようにした。作製・評価したチップを、

共同研究等に基づき国内外約10機関に頒布するととも

に、製品化を目指す企業への技術研修を開始した。 

研究テーマ：テーマ題目８ 

 

エマージングデバイスグループ 

（Emerging Device Group） 

研究グループ長：秋永 広幸  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 「新しい研究分野あるいは研究概念を創造し、将来

のナノエレクトロニクス技術の発展方向を明確な科学

的根拠を以て社会に提示すること」、「研究及び開発の

成果を社会に実装する駆動力となること」が本グルー

プの長期目標である。機能性酸化物を主たる研究対象

とし、それらの物質をナノ構造化、あるいは異種材料

の界面を原子レベルで精密に接合することによって、

合目的的に設計されたデバイス機能の発現と制御を可

能としたナノデバイスの開発成功例を積み上げていく

ことを本グループの活動指針としている。さらに、目

標達成に際し、「新機能・高機能」、「省エネ・省資源」、

そして「高生産性・低コスト」の3つの性能指標を相反

させないことをガイドラインとしている。 

 また、産総研が社会と共有するイノベーション創造

の場として、当グループでは AIST ナノプロセシング

施設（Nano Processing Facility: NPF）を運営してい

る。NPF では、産学官、様々な産業分野、様々な研究

開発フェーズを担う人材のアイデア実現を機動的に加

速し、異分野融合や創発的研究開発を推進する協創場

の構築を中長期的な目標としている。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目11 

 

連携研究体グリーン・ナノエレクトロニクスセンター 

（Collaborative Research Team Green 
 Nanoelectronics Center） 
連携研究体長：横山 直樹 

（つくば西） 

概 要： 

 低炭素社会を実現し情報社会の継続的な発展を維持

するためには、IT 機器の消費電力を桁違いに低減する

事が必要である。当連携研究体は、最先端研究開発支

援プログラムとして「グリーン・ナノエレクトロニク

スのコア技術開発」を推進しており、IT 機器を構成す

る半導体集積回路の消費電力を1/10-1/100に低減する

ためのコア技術の開発を目指している。具体的には、

1)低電圧動作 CMOS 技術の開発、2)ナノカーボン材

料の開発と応用、3)バックエンドデバイス（配線層に
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埋め込む新材料不揮発性デバイス）の材料開発の3研究

課題を実施している。そのために、当連携研究体に産

業界と産総研の研究者を結集させるとともに、大学や

他の公的研究機関との連携を強化した体制を取ってい

る。 

研究テーマ：テーマ題目９ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］シリコンナノバイスの研究開発 

［研究代表者］昌原 明植 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］昌原 明植、遠藤 和彦、柳 永勛、 

松川 貴、大内 真一、坂本 邦博、 

堀川 剛、塚田 順一 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体の微細化が進むにつれて最初に動作限界の危機

に直面すると考えられている半導体メモリ SRAM
（Static Random Access Memory）の技術課題解決を目

指している。素子技術として、微細化に伴う短チャネル

効果に強い Fin 形状チャネルを有するトランジスタ

（FinFET）の特性ばらつき低減技術を開発している。

回路技術として、2つの独立ゲートを付与した新構造トラ

ンジスタ（4端子 FinFET）を用いた新しい SRAM セル

（Flex-Pass-Gate SRAM）を開発している。これまでに、

FinFET の特性ばらつきの主要因がゲート金属材料の仕

事関数ばらつきであることを発見している。また、非晶

質金属ゲートの導入により世界最小レベルまで低減でき

ることを示している。今年度はこれをさらに推し進め、

オン電流ばらつき、しきい値電圧以下でのリーク電流ば

らつきの低減にも成功した。また、3次元デバイスシミュ

レーションにより多結晶金属ゲート電極内の仕事関数ば

らつきを再現し、金属ゲート電極由来の各種特性ばらつ

きの発生メカニズムを明らかにした。 
 また、本研究では、高信頼・低電圧動作可能な20nm
世代のFinFETフラッシュメモリーの研究開発を行って

いる。フラッシュメモリーの信頼性向上を実現するため

には水素貯蔵層絶縁膜材料（SiAlON）を導入する必要

がある。また、低電圧化を実現するためには電界集中が

起きるような微細な3次元トンネル領域を持つ FinFET
構造の開発が必要である。今年度は、SiAlON を導入し

たFinFETフラッシュメモリーの作製プロセスを確立し、

ゲート長22nm のフラッシュメモリーの作製に成功し、

正常なメモリ動作を確認した。また、低電圧フラッシュ

メモリーを開発するために、三角断面形状 Fin チャネル

を持つ浮遊ゲート型フラッシュメモリーの研究開発を行

い、ゲート電圧 Vg=6V での書き込み動作を実現した。

このような低電圧書き込みは、三角 Fin チャネル先端領

域での電界集中による電子注入効率向上によるものであ

る。更に、作製し FinFET フラッシュメモリーの信頼性

実験を行い、ゲート電圧 Vg=±11V、書き換え時間

t=20ms で、120万回超の書き換え動作を確認した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ダブルゲートトランジスタ、FinFET、 

SRAM、メモリ、集積回路、低電圧動作、

システムオンチップ（SoC）、フラッシュ

メモリー、3次元チャネル、トンネル 

 

［テーマ題目２］新材料・新構造インテグレーションの

研究開発 

［研究代表者］宮田 典幸（新材料・機能インテグレー

ショングループ） 

［研究担当者］宮田 典幸、清水 貴思、板谷 太郎、 

前田 辰郎、長尾 昌善、高橋 光恵、 

吉田 知也、森 貴洋、酒井 滋樹、 

大崎 壽、小倉 睦郎、三枝 栄子、 

Jevasuwan Wipakorn、Zhang Wei、 

久米 英司、石井 裕之、Hai Van Le、 
大塚 ひとみ、西 孝、服部 浩之、 

吉澤 俊一、吉田 智一、村井 博信、 

後藤 高寛（常勤職員8名、他16名） 

［研 究 内 容］ 

 グリーン／ライフイノベーションなどの新成長戦略に

おいて、半導体エレクトロニクスへの要求は益々高まっ

ており、さらなる高性能、高機能・多機能、低消費電力

化に向けた取り組みが必要となっている。一方、半導体

素子のテクノロジードライバであった微細化技術は物理

的限界に近づきつつあり、新たなブースター技術として

ポストシリコン材料や新機能デバイスとの融合が期待さ

れている。本課題では、微細化以外のエレクトロニクス

技術として、(1)異種材料・デバイス集積化（インテグレ

ーション）技術による CMOS 高性能化と高機能ハイブ

リッドデバイスの研究開発、(2)半導体加工技術で作製さ

れた小型フィールドエミッタアレイ（FEA）および新規

酸化物半導体を利用した撮像素子の研究開発、(3)強誘電

体材料を利用した新規不揮発メモリの研究開発を行って

いる。(1)異種材料・デバイス インテグレーション技術

では、高移動度チャネルや高誘電率ゲート絶縁膜を用い

た MOSFET 技術、さらに異種材料やデバイスのインテ

グレーション技術を開発し、集積回路やアナログ回路の

低消費電力・高性能化を目標としている。本年度は、エ

ピ成長および転写技術を用いて大口径シリコンウエハ上

での GaAs および Ge 形成技術を実証するとともに、

III-V・Ge チャネルを用いた CMOS 回路の動作に成功し

た。さらに、低温 III-V 選択エピ成長により、CMOS 回

路とGaAs-PINフォトダイオードの混載集積化が可能性

であることを実証した。(2)新規撮像素子の研究開発では、

本年度、産総研が有する小型フィールドエミッタアレイ

（FEA）技術の新規応用展開として耐放射線小型軽量撮

像素子の研究開発に着手した。マトリクス駆動 FEA の

微細化とビーム集束技術の開発を目的として、スピント
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型エミッタの FEA 試作・評価を開始した。(3)強誘電体

不揮発メモリの研究開発では、NAND フラッシュメモリ

に替わる新規不揮発メモリとして、強誘電体トランジス

タ（FeFET）の開発を進めている。本年度は、64kb 強

誘電体フラッシュメモリアレイの試作・動作実証に成功

した。さらに、デバイス構造・プロセスの最適化により

試作に成功した100nm ゲート長 FeFET より、データセ

ンタストレージに求められる高書換耐性を実証した。以

上の主要3テーマに加え、新材料・機能インテグレーショ

ンのための要素技術開発や機構解明・原理追求を行って

おり、本年度は、ワイドギャップ酸化物半導体 InGaZnO
膜の基礎物性評価やトランジスタ作製プロセスの高度化、

絶縁膜／III-V 半導体界面の構造制御、さらに独自技術

として開発したイオン照射誘起薄膜変形技術において進

展があり、今後のデバイス応用への展開が期待される。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］MOSFET、III-V 族化合物半導体、集積

化、撮像素子、フィールドエミッタ、 

不揮発メモリ、強誘電体 

 

［テーマ題目３］相転移新機能デバイスの研究開発 

［研究代表者］中野 隆志 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］中野 隆志、Paul Fons、富永 淳二、

Alexander Kolobov、齊藤 雄太、 
王 暁民、牧野 孝太郎、 
Mitrofanov Kirill、近藤 礼子 

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 書換型の光ディスクの実用化に利用された相変化材料

は、現在、結晶— アモルファスの相転移による抵抗値変

化を情報記録に利用した相変化メモリ[PCM]（固体メモ

リ、不揮発）としての研究開発が進められている。この

相変化材料には様々な種類があるが、その相変化が生じ

る過程や、材料構成自体にも興味深い特性がある。特に、

構成材料を原子層で制御した超格子構造を実現すること

で、原子の配位数の変化による相転移のスイッチングが

可能となり、相変化メモリとした場合に低消費電力化や、

高速スイッチングが実現できることが分かってきている。

また、この超格子型の相変化材料は、室温でトポロジカ

ル絶縁体の特性を示すことが明らかとなり、その特性を

用いた新機能デバイスの創成が期待されている。 

 H25年度は、iPCM と名付けた超格子材料を用いた相

変化メモリに関し、電流-電圧特性のさらなる改善を図る

ために超格子デバイスの構造最適化や薄膜化を進めた。

その結果、iPCM が0.15V 以下で動作することを実証し

た。また、これまで用いてきた相変化材料・GeTe/Sb2Te3

に代わる新規材料の探索を進め、第一原理計算に基づく

シミュレーション等を用いて SiTe/Sb2Te3が安定に超格

子構造になることを示し、実験によって実際に超格子が

形成できることを示した。新機能デバイスの探索では、

超格子相変化膜のトポロジカル特性を生かしてスピン電

流を外部からの電場のみで制御することに取組んだ。実

際に作製した GeTe/SbTe3超格子構造と強磁性体を接合

させた新機能膜において、強磁性体のスピンとトポロジ

カル絶縁体表面が相互作用することで、室温で段階的に

スピンを蓄積させることに成功した。また、超格子型相

変化材料が持つナローバンドギャップ特性とその外部制

御を利用したテラヘルツ波デバイスの開発に向けた特性

評価や、トポロジカル絶縁体特性のデバイス応用（スピ

ン相互作用の利用）に向けた、光磁気特性やスピン電流

の解析を進めている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］相転移、トポロジカル絶縁体、 

ナローギャップ半導体、不揮発メモリ、

テラヘルツ波、スピントロニクス 

 

［テーマ題目４］三次元 LSI デバイス積層実装技術の研

究開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、鈴木 基史、菊地 克弥、

渡辺 直也、馮 ウェイ、根本 俊介、

井川 登、橋野 健、 

メラムド サムソン、ブイ トウン、 

本郷 望、馬 莱娜 

（常勤職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、高品質・高機能な3次元 LSI デバイス積

層実装プロセスを実用レベルで実現することを目指して

様々な要素技術の開発を行っている。 

LSI デバイスを積層するため Si 基板内に形成する Si
貫通電極構造について、Si 基板と電気絶縁するために必

要な貫通孔側壁絶縁層に有機絶縁材料であるパリレンを

用いた貫通電極構造の開発を進めた。 

平成25年度は、Si 基板にボッシュ法によるプラズマエ

ッチングで形成した貫通孔に対して、気相成長法による

パリレン絶縁層を形成し、銅めっき法により金属充填し

た後、高温処理により銅拡散の影響がないことを確認し

た。 

3次元 LSI バンプ接続技術について、量産レベルの実

用化に不可欠なバンプ形状検査技術の確立を目指し、高

速微細先鋭バンプ形状検査装置を開発する。 

平成25年度は、量産対応の高速検査装置を目指して、高

精度ステージ搬送機構、青色レーザー照明、高速画像処

理アルゴリズムなどの開発を進めた。XY ステージの速

度安定性を達成し、検査時間の短縮などの目標性能を達

成した。また、先鋭バンプを形成した評価試料を用いて、

高速画像処理アルゴリズムを構築した。 

ミニマルファブ方式での3次元積層 LSI デバイス製造
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ラインの構築に必須となるデバイス検査装置を開発する。 

 平成25年度は、デバイス検査装置の総合評価を実施し、

高精度アライメント機能、電気特性測定機能、検査スル

ープットなどの確認に成功した。 

3次元 LSI デバイス積層に必要な微細金属バンプ接続

工程に適した円錐形状のバンプを製造することのできる

バンプ製造装置とバンプ実装応用技術を開発する。 

 平成25年度は、バンプ製造装置に関して、成膜速度の

向上、安定性・再現性の向上などを達成した。一方、バ

ンプ実装応用技術について、バンプの高さばらつき低減、

成膜時間の短縮化を達成した。 

3次元 LSI 積層体を搭載する実装基板として必要不可

欠な部品内蔵基板について、部品間0.1mm 超高密度部

品実装する技術、部品内蔵インターポーザの電源ノイズ

低減評価技術の開発を行う。 

平成25年度は、10～20mm 角の回路基板内に0.1mm 以

下の狭間隔で100～500個の0402型微小チップ部品を実装

するための製造条件、設計ガイドラインを評価デバイス

の設計試作評価により求めた。 

［分 野 名］情報通信エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、検査、プローブ、 

微細バンプ、ナノ粒子 

 

［テーマ題目５］低消費電力 FPGA チップのの研究開発 

［研究代表者］小池 帆平 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］日置 雅和、小笠原 泰弘、中川 格、

関川 敏弘、堤 利幸 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、エレクトロニクス技術のロングテール市場の拡

大に伴って、少量多品種生産に向いた、回路機能をプロ

グ ラ ム 可 能 な 論 理 素 子 で あ る FPGA （ Field 
Programmable Gate Array）の重要性が増している。し

かし、FPGA は、従来の半導体と比べて、ゲート規模、

動作速度、消費電力などの性能のギャップが大きく、特

に静的消費電力は大きな問題であった。革新的デバイス

技術でこのギャップを埋めることができれば、FPGA 技

術の更なる発展が期待できる。そこで我々は、しきい値

電圧を細粒度でプログラム可能として、静的消費電力を

大幅に削減することを可能とした Flex Power FPGA を

提案し、試作チップや CAD ソフトウェアツールの研究

開発を進めてきている。 
静的消費電力を極限まで削減できる究極の Flex 

Power FPGA を実現するためには、しきい値電圧制御性

能の高いトランジスタが必要となる。LEAP プロジェク

トで開発されている SOTB（Silicon on Thin BOX）ト

ランジスタは、この点で理想的なものである。平成25年

度には、SOTB トランジスタを用いた Super Flex Power 
FPGA チップの試作に初めて成功し、動作の確認と、動

作速度や消費電力の評価を行った。その結果、SOTB ト

ランジスタの高いしきい値電圧制御性能のおかげで、動

作速度を落とさずに、静的消費電力を1/40-1/50へと大幅

に削減できることが確認できた。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］FPGA、静的消費電力、しきい値電圧最

適化 

 

［テーマ題目６］シリコンファブ装置群の研究開発 

［研究代表者］原 史朗 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］前川 仁、池田 伸一、 

クンプアン ソマワン、石田 夕起、 

昌原 明植、遠藤 和彦、松川 貴、 

青柳 昌宏、渡辺 直也、神代 暁、 

山森 弘毅、中野 禅、小木曽 久人、

岡崎 祐一、増井 慶次郎、清水 禎樹、

大平 俊行、鈴木 良一、伊藤 寿浩、

高木 秀樹、銘苅 春隆、鈴木 章夫、

前田 龍太郎、宮下 和雄、松本 光崇、

秋永 広幸、鍬塚 治彦、金高 健二、

鹿田 真一、行村 健、猿渡 新水、 

今岡 和典、石川 浩、井上 道弘 

（常勤職員30名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 集積回路製造工場（半導体ファブ）では、設備投資の

巨大化で採算性が悪化し新規参入が困難になり、また、

研究開発とファブの生産能力の乖離が顕著となり、死の

谷が益々大きくなりつつある。さらに、少量の需要に対

して高コスト化が顕著になり、少量生産へほとんど対応

できなくなっている課題がある。これに対して、産総研

では、IC を1個1個作るのに最適なハーフインチウェハを

用い、かつ巨大なクリーンルームに代わる局所クリーン

化技術を導入して、数億円の投資で半導体生産を可能に

するミニマルファブを提案している。本研究では、ミニ

マルファブ方式で実用的な半導体生産ラインを構築でき

ることを実証する。ミニマルプロセス技術の要素となる

約10種類のプロセス装置の内、コアとなる CVD 装置、

露光装置、エッチング装置、洗浄装置、コータ・ディベ

ロッパ装置開発と、実用搬送装置開発、実用ウェハを完

成させることで、ラインとして稼働させ、基本デバイス

を試作する。また、イオン注入技術など研究開発要素の

高い要素技術については、ミニマル化へ向けて基礎技術

開発を行う。平成25年度は、半導体の前工程を中心に、

ミニマル装置群の実用化開発を行い、主要プロセス装置

について、ミニマル装置化を進めることができた。その

結果、ミニマル装置群だけを用いたデバイスプロセスに

よって、MOS 型トランジスタを試作することに成功し

た。また、イオン注入プロセスと CVD プロセスについ

ては、通常の大型装置をミニマル装置群と併用すること
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により、典型的で伝統的なプロセスによっても MOS 型

トランジスタを試作することに成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造、標準・計測 

［キーワード］ミニマルファブ、局所クリーン化、搬送

システム、マイクロファクトリ、デスク

トップファクトリ、アジャイルファブ、

生産技術、多品種少量、変種変量、1個流

し、オンデマンド、ミニマルマニュファ

クチャリング、低コスト化、小型化、

CMOS、MEMS、洗浄、エッチング、ス

パッタ、塗布・現像、CVD、露光、リソ

グラフィ、イオン注入、プラズマアッシ

ング、マイクロプラズマ、CMP、接合、

実装、ウェハ、シリコン、ハーフインチ 

 

［テーマ題目７］ナノ計測エレクトロニクスの研究開発 

［研究代表者］多田 哲也 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］福田 浩一、内田 紀行、内藤 裕一、 

ウラジミール・ポボロッチ、小川 真一 

（常勤職員3名、契約職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、デバイスの消費電力の低減、高性能化の要求の

中、デバイスの微細化や、新材料を用いたデバイスの開

発が益々重要な課題となっている。本研究開発は、電子

材料やデバイスの特性をナノスケール領域で計測する技

術、及びそれら計測技術と連携して、新しいデバイス材

料・プロセス技術の研究開発行うものである。具体的な

研究開発項目は、ラマン分光法を用いたデバイスの局所

応力解析、走査プローブ顕微鏡、高分解能電子エネルギ

ー損失分光を用いたポテンシャル分布解析、ヘリウムイ

オン顕微鏡を用いたナノデバイス作製、遷移金属内包 Si
クラスターを用いた新デバイス材料開発である。本年度

の成果を以下に記述する。 

ラマン分光法による微細デバイスの応力解析技術の研

究開発においては、前年度までに開発していた応力シミ

ュレーションと電磁場解析を組み合わせて解析するシミ

ュレーションシステムに、収束光光源を導入し、より顕

微ラマン分光による計測過程に近い条件でのシミュレー

ションを可能とし、さらに、超解像機能を実装し、光の

回折限界を超える応力分布の解析を可能とした。 

ラマン計測システムにおいても、Si に特化した共焦点

顕微ラマン測定装置を改造し、Si に加え、Ge において

も、200nm という光の回折限界に匹敵する高い空間分解

能で、高感度に計測できるシステムを構築することに成

功した。 

走査トンネル顕微鏡によるポテンシャル分布計測技術

研究開発に関しては、STM（走査トンネル顕微鏡）シミ

ュレーションシステムを、HyENEXSS と結合させたシ

ステムにおいて、個別ドーパント原子によるポテンシャ

ルの機能を追加することにより、STM による個別ドーパ

ント測定のシミュレーションによる解析が可能となった。

また、HREELS を用いた、キャリア深さ分布解析技術

においては、Ge にこの技術を適用し、表面数10nm より

浅い領域でキャリアの深さ分布評価する技術を開発した。 

He イオン顕微鏡を用いたナノデバイス観察・加工技

術開発に関しては、極微量の結晶欠陥を導入したグラフ

ェンについて、金属－絶縁体転移することを SCM 技術

にて観察し、その物性変化が及ぶ領域サイズや、マクロ

な物性に及ぼす影響を評価するための技術を開発した。

また、ナノデバイス構造における焦点深度の深い観察、

高分子機能膜・細胞など荷電ビーム照射（従来の SEM、

TEM 観察手法）に弱いソフトマテリアルの表面構造観

察や絶縁膜内部に埋もれた（数10nm 深さ）構造の可視

化評価技術の開発を行った。 

新材料研究開発においては、原子スケールで構造を制

御することにより、遷移金属内包 Si クラスター薄膜を用

いたコンタクト材料の開発を行った。 

今年度は、WF6ガスと SiH4ガスの気相反応による

WSin膜の成膜技術の確立に注力し、WF6ガス温度の制御

が、MSin膜の成膜に有効であることを示した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ラマン散乱、局所応力分布解析、走査プ

ローブ顕微鏡、STM、SCM、ポテンシャ

ル分布計測、グラフェン、HREELS、シ

ミュレーション、ヘリウムイオン顕微鏡、

遷移金属内包クラスター、コンタクト材

料、Ge 
 

［テーマ題目８］超伝導集積エレクトロニクスの研究開

発 

［研究代表者］神代 暁 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］神代 暁、佐々木 仁、平山 文紀、 

山森 弘毅、前澤 正明、山田 隆宏、 

日高 睦夫、永沢 秀一、佐藤 哲朗、 

北川 佳廣（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体や磁性体では実現が困難な高精度・高分解能・

高感度計測を可能とする超伝導計測デバイスとその集積

化とシステム化を介して、「非破壊・非接触かつ短時間に、

材料分析、核物質管理、安全検査を行う技術」や、「産業

発展に不可欠な基盤技術である電気標準の整備」に貢献

する。 

半導体検出器の30倍優れたエネルギー分解能を持ちな

がら、受光面積が2桁以上小さいゆえに応用の限られてい

た超伝導転移端光子検出器（TES）の受光面積拡大に必

要な、多画素 TES からの読出信号の極低温下での周波

数多重化技術を開発している。今年度は、共振器電極材
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料の変更により、共振 Q 値の5倍化、入力換算雑音電流

IN [A/√Hz]の1/7倍化に成功した。得られた IN =31pA/

√Hz は、本方式の読出回路研究の先駆機関である米国

標準研究所の報告値より良い。また、主要雑音源と寄与

度を解明し、既存技術で可能な対策を施すことにより、

将来的に、従来型多重読出回路の報告値に匹敵する

IN<5pA/√Hz に到達可能であることを明らかにした。 

標準計測器ラックに組込み可能な大きさで、既存のツ

エナーダイオード二次電圧標準器より高精度かつ校正頻

度を格段に低減できるプログラマブル型ジョセフソン電

圧標準システムが、これまでの研究成果の蓄積により製

品化段階に達したところで、昨年度二つの問題が生じた。

①産総研製のチップを製品化企業に販売する体制。②基

準電圧チップで発生した1V を10V に昇圧するための半

導体電圧増倍回路に一部発生した不安定動作。①に関し、

産総研内で開発した標準物質やループアンテナを扱う計

量標準総合センターの有償頒布制度も基での頒布を開始

した。②に関し、回路を構成するオペアンプに原因があ

ることを突き止め、改良により不安定性の除去に成功し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、 

標準・計測 

［キーワード］超伝導、ジョセフソン素子、マイクロ波、

マルチプレクス（周波数多重）、センサ、

放射線計測 

 

［テーマ題目９］グリーン・ナノエレクトロニクスのコ

ア技術開発 

［研究代表者］横山 直樹 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］横山 直樹、金山 敏彦、新谷 俊通、 

手塚 勉、入沢 寿史、小田 穣、 

臼田 宏治、小池 正浩、上牟田 雄一、

小野 瑞城、鎌田 善己、守山 佳彦、

池田 圭司、Jevasuwan Wipakorn、 

三枝 栄子、太田 裕之、田邊 顕人、

右田 真司、森田 行則、水林 亘、 

宮田 典幸、森 貴洋、多田 哲也、 

前田 辰郎、小倉 睦郎、福田 浩一、 

昌原 明植、遠藤 和彦、松川 貴、 

柳 永勛、大内 真一、畠 賢治、 

二葉 ドン、桜井 俊介、小橋 和文、

Li Shisheng、佐藤 信太郎、 

原田 直樹、近藤 大雄、佐藤 元伸、

伊藤 正勝、林 賢二郎、山口 淳一、

山田 綾香、中払 周、中野 美尚、 

二瓶 瑞久、川端 章夫、富永 淳二、

Paul Fons、Alexander Kolobov、 
Jan Hinnerk Richter、小高 貴浩、 

添谷 進（常勤職員54名） 

［研 究 内 容］ 

LSI およびエレクトロニクス機器の消費電力を1/10－

1/100とするためのコア技術を開発するため、下記三つの

サブテーマの研究開発を実施し、本研究課題の目標を達

成した。 

①  低電圧動作 CMOS ：  InGaAs-nMOSFET と

Ge-pMOSFET において、0.4 V 未満動作で、45 nm
世代のSi MOSFETと同等の真性遅延時間を持たせる

ための移動度と SS 値を両立して得ることに成功した。

SiGe-OI と InGaAs-OI トランジスタによるインバー

ター動作を、電源電圧0.2 V まで確認した。Si 系とし

ては世界最高のオン電流と、世界最高のオン電流/オフ

電流比を持つ TFET の開発に成功、デバイスシミュレ

ーションにより、さらなる EOT の低減により、0.2 V
未満動作が可能であることを示した。 

② ナノカーボン材料の開発と応用： 多層グラフェン層

に異種分子をドーピングする技術を開発し、8 nm 線

幅のグラフェン配線において、微細 Cu 配線よりも低

い抵抗率（3.2 cm）を得ることに成功した。CNT
ビアとグラフェン配線の接続部を選択的に電子線照射

することにより、低抵抗3次元配線を実現した。2層グ

ラフェンに対し分子ドーピングによりバンドギャップ

が形成できることを確認、移動度として2500 cm2/Vs
と良好な値が得られた。CNT を TIM として実装実験

を行い、In を TIM 材料とする従来法と比べて、熱抵

抗を49.6%低減できることがわかった。 

③ バックエンドデバイス：SnTe/Sb2Te3超格子相変化材

料の積層サイクル数を低減することにより、消費電力

を1/10000に削減することができた。窒素をドープした

GeTe/Sb2Te3超格子において、消費電力が1/100で、セ

ット化温度が従来の合金材料よりも40℃程度高くなる

ことがわかった。GeTe/Sb2Te3超格子において、GeTe
層の厚みを最適化することにより、ディラック半金属

になり、巨大磁気抵抗が発生することがわかった。

SET 状態では、空間反転対称性が失われているため、

磁気メモリ効果も発現することがわかった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］CMOS、ナノカーボン、バックエンドデ

バイス、TFET、CNT（カーボンナノチ

ューブ）、グラフェン、TIM、相変化、 

巨大磁気抵抗、磁気メモリ 

 

［テーマ題目10］エマージングデイバイスに関する研究

開発 

［研究代表者］秋永 広幸 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］秋永 広幸、秦 信宏、島 久、 

浅沼 周太郎（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 主に機能性酸化物を用いた極低消費電力デバイスの開
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発を行っている。具体的には、抵抗変化型不揮発性メモ

リと、酸素欠陥分布の電界制御により特性を変えられる

ダイオード、トランジスタの開発を行っている。特に、

前者に関しては、産総研で開発した技術を民間企業に技

術移転し、実用化実証を進め、製品化研究を行っている。

本年度は、熱アニールプロセスを導入することでメモリ

素子内における酸素欠陥の分布を制御し、メモリ動作を

安定化することに成功した。さらに、動作不良になった

集積化メモリ素子の組成分布を詳細に調べ、抵抗変化型

不揮発性メモリ信頼性向上のカギとされてきた、高抵抗

状態の安定化に向け、新しいモデルの構築を開始した。 

 化学分野の民間企業と協業してフィージビリティ研究

を行い、まず新しい不揮発性メモリ材料を薄膜化するプ

ロセスを開発した。次にその新しい材料を金属電極でサ

ンドイッした積層構造にて、抵抗変化型不揮発性メモリ

動作を観測するとともに、1ボルト以下での書込み・消去

動作の実証に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］不揮発性メモリ、機能性酸化物、酸素欠

陥 

 

［テーマ題目11］先端機器共用施設における成果普及と

技術指導 

［研究代表者］秋永 広幸 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］秋永 広幸、秦 信宏、三沢 源人、 

島 久、浅沼 周太郎 

（常勤職員5名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研ナノプロセシング施設（AIST-NPF）を窓口と

した、先端機器共用施設からなるプラットフォームを拡

充、整備した。研究支援インフラを産総研内外、産学公

の研究者に公開する拠点とネットワークを形成し、コン

サルティング技術支援や産業科学技術人材育成等も含め

た横断的かつ総合的支援制度を高度化した。より具体的

には、電子システムを整備してユーザーのアクセシビリ

ティを高め、80件を超える産総研外部機関への支援件数

を達成した。平成26年2月における公開登録装置数は51

台で、産総研内部及び外部の登録ユーザーは、それぞれ

250名、1050名を越えた。産総研外部の登録ユーザー内で

民間企業登録ユーザー数は550名を越えた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］ナノプロセシング、先端機器共用施設、

人材育成 

 

［テーマ題目12］3次元 LSI 積層実装に対応した熱電気 

協調 LSI デバイス設計技術の研究 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、菊地 克弥、渡辺 直也、

佐藤 弘、加藤 史樹、 

メラムド サムソン 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、現有の LSI 設計環境を3次元 LSI 積層実

装に対応させるとともに、熱解析設計ツールと統合して

熱電気協調の LSI デバイス設計環境を構築して、新規の

高熱伝導放熱層を含むチップレベルで3次元 LSI 積層実

装プロセスに対応した放熱性能を重視する設計技術の開

発を進める。 

平成25年度は、積層対応の熱電気協調 LSI デバイス設

計フローの検証を進めるとともに、放熱評価用デバイス

の設計・試作を行い、設計環境の有効性を確認した。具

体的には、CPU からの発熱がメモリ動作に影響を与える

ため放熱設計が課題となっている CPU とメモリの間に

インターポーザを挟んだ3次元 LSI 積層実装において、

インターポーザ内に MEMS 技術で形成したマイクロ流

路による流体冷却方式の実証モデルについて、検討した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、放熱、インターポーザ、

マイクロ流路 

 

［テーマ題目13］50nm 以細強誘電体ゲート FET の研究 

［研究代表者］高橋 光恵 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］高橋 光恵、酒井 滋樹、Zhang Wei、 
Le Hai Van（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 強誘電体ゲートトランジスタ（FeFET）をメモリセル

とする超低消費電力の NAND フラッシュメモリ

（Fe-NAND）早期実用化のため、ゲート長50nm の微細

FeFET の開発、および企業に速やかに技術移転できる量

産化技術の開発が必要である。微細化のための要素技術

として、強誘電体材料を従来の SrBi2Ta2O9（SBT）から

SBT の Sr サ イ ト の 一 部 を Ca で 置 き 換 え た

CaxSr1-xBi2Ta2O9（CSBT, x=0.1～0.2）に変更すること

でメモリウィンドウが従来よりも広くなることを利用し、

Pt/CSBT/HfO2/Si 積層構造による微細 FeFET を作製し

た。FeFET のゲート積層構造を加工する際のエッチング

ダメージを緩和する保護層を挿入する新規プロセスを採

用し、かつ作製プロセス全体の最適化もはかることで、

メタルゲート長150nm 以下で書換え1E+8回、データ保持

1E+5秒以上の良好な電気的特性の実証に成功した。また、

量産化技術のための要素技術として、強誘電体の成膜方

法を従来の PLD から量産に適した MOCVD に変更し、

CSBT の材料組成比と成膜時基板温度の最適化を行った。

その結果、高温結晶化アニール後にもかかわらずグレイ

ンサイズは50nm 以下と従来よりも小さく表面平坦で今

後の微細 FeFET に適し、かつ、FeFET としての電気的

特性も良好な成膜条件を見出した。電極の成膜方法も従
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来の真空蒸着から量産に適したスパッタに変更し、スパ

ッタ成膜条件を最適化することで、6インチ以上の広範囲

で均質な FeFET を作製できる目途がついた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］強誘電体、不揮発メモリ 

 

［テーマ題目14］ポスト Si 材料・デバイスの CMOS バ

ックエンド集積化技術 

［研究代表者］前田 辰郎 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］前田 辰郎、森 貴洋、多田 哲也、 

板谷 太郎、高木 秀樹、倉島 優一、

石井 裕之、久米 英司、服部 浩之（常

勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 最先端 CMOS では、Si の限界を超える高性能・低消

費電力化のために、III-V や Ge 等の高移動度ポスト Si
材料のフロントエンドへの導入が、精力的に検討されて

いる。これらの材料・デバイスを Si CMOS のバックエ

ンドで集積化できれば、III-V/Ge チャネル導入が容易に

なるのみならず、これらの材料の物性を生かした多機能

SoC の可能性が広がる。本研究テーマでは、以下の三つ

の開発目標を設定し研究を進めている。 

１．ポスト Si 材料・デバイスの転写技術の開発 

２．バックエンド環境でのポスト Si 材料・デバイスと

Si CMOS の集積技術の開発 

３．ポスト Si デバイスに係る要素技術の高度化 

 まず、III-V の転写技術の開発においては、デバイス

構造に適し、かつ簡便な酸化膜同士を貼り合わせ面にし

た転写手法を確立した。接合強度は、これまでのプラズ

マ接合と同等の強度を有し、転写された基板の表面は極

めて平坦で、かつ微細化に適した～10nm レベルへの薄

膜化や高速化に適したヘテロ構造の作成が可能であるこ

とがわかった。4インチのウエハーサイズでの転写技術を

使って、III-V OI や GeOI 基板の作成に成功しており、

その量産化を図っている。作成された4インチ III-V OI
基板を用いて、バックエンド環境である400℃以下でのプ

ロセス温度で作成可能なトランジスタの試作プロセスを

開発し、高性能動作実証に成功した。以上のことから、

開発された転写技術の実用性と Si CMOS との集積化の

可能性が示された。酸化膜同士の転写は、Si 基板だけで

なく他の様々な基板に適応が可能で、III-V と Ge を積層

したハイブリッド基板作成などにも応用されている。 

 一方、こうしたウエハーサイズでの転写技術の実証に

より、より生産ラインに即した300mm ウエハーでの基

板作成への要望も高まっている。しかしながら、ポスト

シリコン材料である III-V/Ge 基板のサイズは300mm で

はないため、転写サイズは III-V/Ge 基板のサイズに律速

されている。そこで、大口径化を図るために、マルチチ

ップ貼り合わせによる大口径化を目指した。転写する基

板の膜厚や平坦性の改善、温度履歴の少ないプロセスに

することで、面積比80%程度まで Ge で占有された

300mmSi 基板上 Ge 基板の作成に成功した。ポストシリ

コン CMOS 化の大きな障害となっている、大口径高品

質ポストシリコン基板提供の解決に向けた大きな成果で

あるといえる。 

 デバイスの作成の関わる要素技術においては、ショー

トチャネル効果を抑制しつつ微細化に適したナノワイア

ートランジスタの作成プロセスを開発した。ナノワイア

ー径を10nm オーダーに加工する技術、また、チャネル

の形状の最適化によりオン／オフ比5桁以上、移動度もシ

リコンの3倍程度まで高めた高性能トランジスタの試作

に成功した。また、貼り合わせ技術を使用して、省スペ

ース、高速化が可能な3次元トランジスタの実証も進めて

いる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］半導体、ポストシリコン、薄膜転写、大

口径ウエハー 

 

［テーマ題目15］3次元 LSI 積層実装技術に対応した微 

細先鋭バンプ検査装置の開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、渡辺 直也、鈴木 基史、

井川 登（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代3次元 LSI 積層実装技術において、低加重・低

温条件での LSI チップ間接続技術が必要不可欠であり、

円錐・角錐形状の先鋭微細バンプを用いた接続技術が有

望である。本研究では、量産レベルの実用化に不可欠な

バンプ形状検査技術の確立を目指し、既に製品化されて

いるスタッドバンプ形状検査技術に基づき高速微細先鋭

バンプ形状検査装置をソフトワークス株式会社とともに

共同で開発する。 

 平成25年度は、量産対応の高速検査装置を目指して、

高精度ステージ搬送機構、青色レーザー照明、高速画像

処理アルゴリズムなどの開発を進めた。XY ステージの

速度安定性として、±1%以内、上下左右ガタ±0.1µm 以

内を達成し、検査時間として6インチウェハで40分以内を

達成した。ただし、青色レーザー照明については、LED
の50倍以上を達成したが、照度むらがあるため、次年度、

改善が必要となった。また、産総研から先鋭バンプを形

成した評価試料の試作・評価（電子顕微鏡による絶対寸

法測定を含む）を進め、評価済み試料を提供し、検査時

間の大幅短縮できる高速画像処理アルゴリズム構築に貢

献した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、微細バンプ、形状検査 

 

［テーマ題目16］Si 立体細線導波路と電子デバイスとの
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融合に関する研究 

［研究代表者］吉田 知也 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］長尾 昌善、西 孝、武井 亮平、 

榊原 陽一、森 雅彦 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

Si 光導波路は石英 PLC（プレーな光波回路）に次ぐプ

ラットフォーム技術として注目されている。現在の導波

路の課題の1つに、光の入出力が光波回路平面にほぼ限定

されている事があげられる。縦方向光伝搬の既存技術と

しては、平面回折格子型結合器（グレーティングカプラ）

が主流であるが、回折現象を利用する方式であるため、

波長依存性や偏波依存性が有り、かつ効率向上のために

はミラー構造の付加や非常に難易度の高い設計とそれを

実現するための高度なプロセス技術が必要である。その

ため、低損失で波長・偏波依存性が低い縦方向の光伝搬

を実現できる新たな技術として、立体曲り導波路を提案

した。導波路を垂直方向に曲げる立体化技術を確立すれ

ば、入出力の為の光デバイス実装（ファイバや PD、LD
など）の自由度が上がり、Si CMOS とフォトニクスの

融合が進むと期待される。 
立体曲り導波路の作製には、産総研独自技術であるイ

オン注入方式を用いた。曲げ対象となる光導波路をカン

チレバー構造にし、イオン注入で生じる応力で曲げ加工

するプロセスである。この方法は低温プロセスかつ

CMOS 互換性のある曲げ加工技術で平面回折格子型結

合器に比べ容易な製造プロセスを構築できる可能性があ

る。 
 立体曲り導波路の作製には幅400 nm 高さ200 nm 長さ

50 m の超高アスペクト比カンチレバー構造作製技術

が必要であった。曲り部分の光伝搬損失を小さくするた

めには大きな曲率半径が望まれるためである。しかし、

この様な高アスペクト比のカンチレバー作製は通常のプ

ロセス技術では困難で、超臨界乾燥法を利用したプロセ

スを開発した。その結果、シリコン細線導波路を長さ50

ミクロンのカンチレバーに加工することを実現した。ま

た、そのカンチレバー構造を曲げるイオン注入条件を最

適化し、高さ約30µm の立体曲り導波路を作製可能とな

った。 

 試作した立体曲り導波路の光伝搬評価では、赤外光（波

長1550 nm）を使った実験で垂直方向への光入出力も実

証し、通常の平面導波路の結合損失と遜色ないレベルの

光伝搬出力が得られ、イオン照射ダメージの個別評価か

らは3dB 程度の過剰損失と見積もれる結果が得られた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］シリコンフォトニクス、3次元光配線 

 
［テーマ題目17］ナノエレクトロ二クスブースター材

料・プロセス技術の開発 

［研究代表者］安藤 淳 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］安藤 淳、中野 隆志、内田 紀行、 

多田 哲也、前田 辰郎、内藤 裕一、

宮田 典幸、森 貴洋、Sungjin Park、
岡田 直也（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 CMOS のポスト微細化、ポスト Si テクノロジーブー

スターとして、2次元機能性原子薄膜等の新規ナノエレ低

次元材料・プロセス技術の導入が諸外国において検討さ

れ始めてきている。当該技術分野における国内産業界の

国際競争力の獲得に向けては、当該技術の導入可能性検

討に資する基礎的なエビデンスデータを早期に蓄積する

ことが重要となっている。本研究は、具体的な新規ナノ

エレ低次元材料として、低次元金属含胞シリコンクラス

ター（M@Sin）材料、2次元単層遷移金属ダイカルコゲ

ナイド（TX2）機能性原子薄膜材料、超格子型相変化膜

層状材料を具体的に設定し、低次元性材料が発現する新

機能を活用し、メモリやトランジスタにさらなる機能を

持たせた“ナノエレ”ブースター技術を開発し、そのノ

ウハウやプラットフォームを産総研内に蓄積するととも

に、国内産業界に提示することにより、当該技術分野に

おける国際競争力の獲得に資することを目指す。 

 本年度は、低次元 M@Sin材料においては、新規接合技

術としてのナノエレデバイスに対する有効性を検証した。

Ge 基板上 n+領域への S/D コンタクト抵抗低減技術とし

て、金属電極と n 型の Ge 基板の間に W@Sinを挿入する

ことで、コンタクト抵抗の4桁低減に成功し、当該材料・

技術の有効性を確認した。また、コンタクト抵抗のさら

なる低抵抗化を図り、新規接合技術の性能到達点を見極

めることを目的として、低次元 M@Sin材料挿入とその後

の金属電極形成を一貫して実施可能なプロセス環境を構

築した。さらに、M@Sin材料の実用展開に向けて重要と

なるガスソースを用いた M@Sin 材料の合成手法の検討

に着手した。 

 2次元単層 TX2機能性原子薄膜材料においては、不純物

濃度制御技術の確立に向けて、高品質真性半導体結晶の

成長に着手した。結晶作製環境を整備し、従来法による

過剰不純物の導入を排除した条件下において結晶を作成

し、従来法と同様な大型結晶が作製可能であることを確

認した。また、デバイス化プロセス技術の構築を進め、

トップゲート構造デバイスプロセスを構築するとともに、

確立されたノウハウ等をつくばにおける共通基盤施設に

おいて展開する準備を開始した。 

 超格子型相変化膜層状材料においては、トポロジカル

特性を用いた光電子融合制御技術の確立に向けて、当該

材料へのプラズモン（電子の疎密波）導入方法の検討と、

トポロジカル特性の制御性評価準備を実施した。スリッ

ト構造へのレーザー照射時における導入波長とプラズモ

ン伝搬長のシミュレーションを基に具体的な導入方法を
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決定し、プラズモン励起光学系の構築と検証用デバイス

の作製を進め、実験系でのプラズモン導入評価により導

入方法の有効性を確認した。また、当該材料におけるト

ポロジカル特性の制御性評価の準備として、プラズモン

導入時の電気特性評価用バイス構造の設計を進めた。 

［分 野 名］情報通信デバイス 

［キーワード］ポスト Si テクノロジー、シリコンクラス

ター、機能性原子薄膜 

 

⑩【電子光技術研究部門】 
（Electronics and Photonics Research Institute） 

（存続期間：2011.4～） 

 
研 究 部 門 長：原市 聡 

副研究部門長：森 雅彦 

副研究部門長：粟津 浩一 

首 席 研 究 員：柏谷 聡 

総括研究主幹：土田 英実 

研 究 主 幹：外岡 和彦 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第4、 

    つくば中央第5、つくば西 

人 員：59名（59名） 

経 費：922,552千円（538,540千円） 

 

概 要： 

(1) 当部門のミッション 

  安全・安心で持続可能な社会の実現に向けて、電

子と光の特性を最大限に活かした情報処理・通信技

術の高度化に加えて、新たな電子と光の可能性を追

求していく。具体的には、光インターコネクション

や生体情報センシングなどの電子と光が融合する領

域の新技術、量子情報処理や強相関電子系、超伝導、

有機材料など、新しい電子・光技術の応用の拡がり

を目指した理論や材料、素子の研究開発を進める。

またレーザー基盤研究に基づく新しい光加工プロセ

スや光・電子による新しい計測技術を実現するシス

テムまで、幅広い課題解決手段によるイノベーショ

ンを推進する。 

(2) 世界規模の情報共有による社会システムの急激な

変化がもたらした環境・エネルギー問題を初めとし

て、超高齢化社会の課題、社会基盤インフラ老朽化

の問題、大規模災害対策の問題等を解決して、安全

安心で持続的な人類の発展に貢献するために、電子

と光という従来は個別に発展してきた技術を統合的

に捉え、様々な21世紀型課題に対する解決の方向性

を探る。電子・光技術の新しい応用の拡がりを目指

すとともに電子と光が融合する領域の新技術につい

て研究開発を推進するために、当部門が有するコア

技術を軸に、以下の三つの重点研究課題を設定する。 

光情報技術 

 爆発的な増加を続ける情報通信トラフィックとこれ

に伴う電力消費の増大に対応するため、情報通信機器

内外の近距離光伝送技術を中心とした情報通信技術の

高度化を通して、グリーンイノベーションに貢献する。

特に光、電子技術を融合した次世代光インターコネク

ションの実現に向けて、光源、光機能素子、光導波路、

光集積回路技術に関する研究開発を進める。また、次

世代コヒーレント光伝送のための高機能光源と信号処

理・計測技術の開発、量子情報通信・計測技術の基盤

確立を通して、次世代情報通信の高度化とセキュリテ

ィ向上に貢献する。  

a-1) 次世代の近距離光通信（光インターコネクショ

ン）用の光源・光機能素子、光導波路素子・光増幅

器および光電子集積回路等をシリコンフォトニクス

およびポリマーフォトニクス技術にを用いて開発す

る。 

a-2) 光位相制御を利用したスペクトル利用効率向上

等、大容量化のための新しい光源素子、光信号処理・

計測技術を開拓する。 

a-3) 量子暗号鍵配布等、光技術による量子情報通信

技術開発を推進する。  

 

光応用技術 

 光計測センシングやイメージングといった計測基盤

技術の高度化とともに、ウイルス、菌、血液等の簡易、

高感度センシング技術を開発しライフイノベーション

に貢献する。レーザー光源技術の研究に基づく次世代

高速高品位レーザー加工プロセスの開発を行うととも

に、先端的光技術と分野融合による新技術開拓、将来

を切り開く革新的技術の創出によってグリーンイノベ

ーションに貢献する。 

b-1）導波モードセンシングを提案し、高感度、温度安

定、小型化可能といった特徴を生かした測定を実現

し、インフルエンザ亜種の同定、微量重金属の検出

などを実用化していく。また光ディスク型センシン

グでは、これまでに培った光ディスク技術をウイル

スや菌、原虫の検出へ適用するための研究開発を進

めている。 

b-2）水溶液中でも消光のおこらない発光性金属錯体の

開発技術、菌類に特異的に吸着、発光する金属錯体

の合成を行う。また近赤外分光法による無侵襲血液

検査を実現していく。QOL 向上のためのセンシング

と位置付けて肌の水分量モニタリング技術を開発す

るとともに、量子イメージング技術を用いて生体医

療光計測への展開を図っている。 

b-3）加工プロセス用の高出力かつコンパクトな光源開

発を行うとともに、次世代プロセスや高度計測技術

への応用を目指した光ファンクションジェネレータ

の研究開発を重点的に進める。特に省エネ型レーザ
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ー加工プロセスについては、他ユニットとの連携研

究により、引き続き次世代の高速高品位加工プロセ

ス開発を進める。 

 
新原理エレクトロニクス 

 高温超伝導や強相関酸化物、有機半導体を中心に、

シリコン半導体の限界を超えた極限的な省エネルギー

デバイス技術を探索し、グリーンイノベーションに貢

献する革新的な電子デバイスの開発を推進する。 

c-1）各種材料（有機・無機・微粒子など）の精密な構

造制御や集積化による機能発現を利用した高性能光

／電子デバイスの開発、および関連する基盤技術の

開発を行う。具体的には、有機材料の設計・合成、

マイクロ・ナノパターン形成技術、デバイス作製技

術、計測評価技術の開発を行う。 

c-2）情報通信・エレクトロニクス技術の革新にむけ、

卓越した機能を有する超伝導材料の開発、理論・実

験両面からのアプローチによる高温超伝導発現機構

解明、およびそれらの知見に基づく新規超伝導応用

の提案とその実現に向けた技術開発を推進する。 

c-3）低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立をめざ

して鉛フリー圧電体、酸化物発光材料など材料開発、

酸化物電子材料の新機能開拓、および独自実験技術

知財の製品化普及を行う。 

c-4）情報通信技術を活用したグリーンイノベーション

の推進に必要な低環境負荷デバイスの開発を目的に、

強相関電子系の電子相制御という新動作原理に基づ

く革新的な低消費電力デバイスの研究開発を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO） 
［NEDO 助成金］ 
「新型インフルエンザウイルスの高感度その場分析装置

の開発」 

「社会課題対応センサーシステム開発プロジェクト（研

究開発成果等の他分野での先導研究）」 
「鳥インフルエンザウイルス監視システムの開発」 

 
経産省 

[戦略的基盤技術高度化支援事業] 

「めっき液中添加剤の劣化に起因するめっき液性能劣化

診断用計測器の開発」 

 

文部科学省 

[科学研究費補助金] 

「ナノ集積体を用いたフレキシブルデバイスへの応用」 

「光誘導固体電気化学反応技術の確立」 

「生分解性高分子鎖の配列制御と酵素を用いたソフトマ

ター表面の機能化」 

「フォトクロミック反応を活用した平版印刷法の開発と

有機エレクトロニクスへの展開」 

「制御された異方的超高圧力下の物理」 

「アトリットル空間における局所増幅電場の発現と超高

感度スクリーニングチップへの応用」 

「クラッディング励起システムを利用した有機光増幅器

の開発」 

「可視域位相制御ファイバー光源を用いた実時間動的分

子構造制御」 

「エネルギー回収型リニアック放射光源用電子銃励起レ

ーザーシステムの研究」 

「InGaAs 系量子井戸におけるメゾスコピック・スピン

輸送効果の検証」 

「相変化材料のナノ秒領域における高速結晶化温度特性

の解明と多値記録への応用」 

「固有ジョセフソンフォトニックデバイスの数値的研

究：新奇テラヘルツ帯デバイスの提案」 

「静電キャリア濃度制御で切り開く新物性探索とモット

ロニクス」 

「超臨界金属における金属絶縁体転移のミューエスアー

ル法による研究」 

「強相関酸化物ヘテロ構造の競合性を利用した機能開

拓」 

「微小ジョセフソン接合集団における量子同期の理論」 

「ナノフォトニクス、画像認識技術、金属錯体の融合に

よる菌類同定システム研究」 

「多値多層記録と超解像再生を同時に達成する InSb 不

定比酸化物薄膜の作製と機構評価」 

「異種ファイバレーザーのコヒーレント合成による高繰

返し極短パルス光源の開発」 

「レーザー誘起ブレークダウンを用いた密度分布測定」 

「強磁性体効果を用いたトンネル接合型冷凍機の実現」 

「電流注入型有機半導体マイクロレーザーの開発」 

「TDGL 方程式のシミュレーションによる超伝導スト

リップライン検出器の高性能化」 

「一次相転移系遷移金属酸化物の電界相制御」 

「ハイブリッド固体ゲート絶縁膜を用いた新奇なモット

トランジスタの開発」 

「多様な三層型 Bi 系高温超伝導体を得るための改良型

（温度勾配付与）TSFZ 法の研究」 

 

[科学研究費補助金 新学術領域研究] 

「時間反転対称性を破る超伝導体の新奇界面現象」 

 

[科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究] 

「フォノン波束の生成・伝播の時間・周波数実時間イメ

ージングと量子制御」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

[受託（戦略的創造研究推進事業（さきがけ））] 
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「強誘電体と機能性酸化物の融合による不揮発ナノエレ

クトロニクス」 

 

[受託（国際科学技術共同研究推進事業：戦略的国際共同

研究プログラム）] 

「鉄系超伝導体の高 Tc 化指針の確立と純良単結晶、多

結晶試料を用いた超伝導特性評価」 

 

[受託（研究成果展開事業：研究成果最適展開支援プログ

ラム(A-STEP)）] 

「ニオブ系鉛フリー圧電セラミックス材料の電子デバイ

ス実用化への検証」 

「高感度使い捨てチップ、および、スマートデバイスを

用いた小型バイオセンシングシステムの開発」 

「集光加熱法によるアスベストその場溶融無害化装置開

発」 

 

[受託（研究成果展開事業：戦略的イノベーション創出

推進プログラム）] 

「テラバイト時代に向けたポリマーによる三次元ベクト

ル波メモリ技術の実用化研究」 

 

[受託（研究成果展開事業：先端計測分析技術・機器開発

プログラム）] 

「救急および災害現場で用いるポータブル血液検査装置

の開発」 

 

[受託（復興促進プログラム：研究成果最適展開支援プロ

グラム(A-STEP)）] 

「インライン型極低濃度重金属汚染検出器の開発」 

「集光加熱法による局所的なアスベスト壁面高温処理の

ための位置制御技術開発」 

 

内閣府 

[受託（最先端研究開発支援プログラム(FIRST)）] 

「フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技

術開発」 

 

発 表：誌上発表209件、口頭発表361件、その他43件 

------------------------------------------------------------------------- 
情報フォトニクスグループ 

（Information Photonics Group） 
研究グループ長：山本 宗継 

（つくば中央第2） 

概 要： 
・目的：情報通信ネットワークの大容量化・高度化に

資すること目的として、光源開発、光信号処理・計

測技術、量子通信技術に関して、サブシステム化ま

で視野に入れた研究開発を行う。 
・意義、当該分野での位置づけ：コヒーレント光伝送

による通信ネットワークの大容量化・高機能化、お

よび量子力学的効果の利用による通信のセキュリテ

ィ向上に寄与する。 
・国際的な研究レベル：マルチキャリア光発生などの

光信号処理技術や、コヒーレント伝送用光源評価技

術に関して、独自性と優位性を有している。光通信

波長帯における光子検出、および量子もつれ状態の

発生・検出・伝送に関して、世界最高水準の技術を

保有している。 
研究テーマ：テーマ題目１（a-2、a-3） 

 

インターコネクトフォトニクスグループ 

（Interconnect Photonics Group） 
研究グループ長 佐々木 史雄 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：次世代の省エネルギー・大容量光情報通信、

特に光インターコネクション用の光・電子融合デバ

イスおよび光電子集積技術、光計測・制御技術を開

発することを目的としている。新材料として、化合

物半導体ナノ材料および有機・ポリマー材料を念頭

に置き、半導体量子ナノ構造・ナノ光構造を用いた

次世代光デバイス、光電子集積技術、有機・ポリマ

ー材料を用いた微小光源＆光増幅器、光導波路回路

の研究開発、精密計測技術および応用技術の開発を

行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：次世代の光・電子融

合デバイス、光電子集積技術を開発し、光情報通信

システムに応用することで、通信ネットワーク・機

器内インターコネクションの大容量化・省エネルギ

ー化・高機能化、及び産業競争力強化に資する。 

・国際的な研究レベル：ナノ材料・デバイス技術、有

機ポリマー材料・デバイス技術、精密計測技術を用

いて、量子ドット光源、光電子融合デバイス、有機

半導体レーザ、ポリマー光増幅器の研究を展開し、

世界最高レベルの成果を得ている。 

研究テーマ：テーマ題目（a-1） 

 

シリコン光電子集積グループ 

（Silicon Photo-Electronics Group） 

研究グループ長：森 雅彦 

（つくば中央第2、つくば西） 

概 要： 

・目的：次世代の情報処理、情報通信機器の高機能化、

省エネルギー化を目指し、シリコンフォトニクス技

術を基盤技術として開発している。特に、光インタ

ーコネクションのための光電子融合デバイスおよび

光電子集積技術の作成を目指して、シリコンフォト

ニクス集積基盤プロセス技術の開発、バックエンド

プロセスに基づくシリコンフォトニクス、アモルフ
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ァスシリコンフォトニクスの研究に取り組んでいる。 

・意義、当該分野での位置づけ：次世代の光・電子融

合デバイス、光電子集積技術を開発し、光情報通信

システムに応用することで、通信ネットワーク・機

器内インターコネクションの大容量化・省エネルギ

ー化・高機能化、及び産業競争力強化に資する。 

・国際的な研究レベル：シリコンフォトニクス微細加

工プロセス、集積プロセスは世界最高性能であり、

これらを利用した光電子集積システムは世界最高の

情報伝送密度を実現している。また、アモルファス

シリコンフォトニクス技術、3次元光回路技術は世界

の研究をリードしている。 

研究テーマ：テーマ題目（a-1） 

 

超高速フォトニクスグループ 

（Ultrafast Photonics Group） 
研究グループ長：鳥塚 健二 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：パルス光波合成等の新技術を開発し、未踏領

域の光パルス発生、制御、応用を開拓することで、

超高速技術を先導する。 

・意義、当該分野での位置づけ：超高速光技術を利用

した加工や物質プロセス制御、計測に資する技術で

ある。主な研究内容は、(1)超短パルスレーザーの特

性を生かした表面加工や分子制御を利用する技術の

開発、(2)省エネ型レーザー加工を目指し、環境化学

技術研究部門の研究グループと連携した複合材料等

の高品位加工プロセスの研究開発、(3)パルス光を電

界波形のレベルで制御することで未踏時間分解の計

測や光波合成を実現する、多波長光の精密タイミン

グ制御と光波位相（キャリアエンベロープ位相; 

CEP）制御の技術。 

・国際的な研究レベル：超短光パルスの関連技術を持

ち、特に、異波長パルス光間の位相制御及びタイミ

ング制御は当所が先導して開拓してきた技術で、世

界最高の時間精度を有する。また、パルス内光波位

相（CEP）制御光の増幅を、再生増幅器と回折格子

ストレッチャーを組合せた高出力化が可能な方式で

実現した。本年度は、高平均出力の Yb ドープ超短

パルスファイバーレーザーとその応用について重点

的に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２（b-3） 

 

光センシンググループ 

（Optical Sensing Group） 
研究グループ長：藤巻 真 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：健康な暮らしを誰もが享受できる社会、安全

安心な住環境、より高い国際競争力を持つ工業・農

業生産技術、の実現に資するセンシングシステムの

開発を行う。より具体的には、生活安全や先進的農

業に向けたウイルスや細菌、環境物質などに対する

実用的な光センサシステム、工業用材料の特性管理

用センサシステム、生体組織内の機能や形態の低侵

襲、無侵襲センシング技術の開発を推進する。 

・研究手段：近接場光学や高速光走査による微量微小

物質検出技術や、分光技術や波面制御技術を駆使し

たイメージセンシングをコア技術とし、これらの技

術を微細加工技術や各種高度計測手法によってサポ

ートすることにより、各種要素技術の研究開発を実

施すると共に、プロジェクト化に向けた研究体制の

構築を図る。特に、菌、ウイルス、汚染物質などの

微量物質検出においては、当グループが開発した、

光ディスク型センサ、導波モードセンサ、表面プラ

ズモン共鳴励起蛍光増強を利用したV溝型センサな

どをベース技術として用い、検出対象物質に最適化

した検出手法の確立を行っていく。人の無侵襲な健

康診断技術や、モノの非破壊診断技術、例えば、交

通インフラに使われているコンクリートや、各種工

業プロセス材料のモニタリング技術には、当グルー

プが得意とし世界的にも高いレベルにあるマルチス

ペクトルイメージング技術、高感度近赤外分光技術、

高温熱物性測定技術、などの個々の技術をより高度

化させながら、また、各技術の長所を生かしながら

組み合わせることによって、その課題解決に資する

技術開発を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目２（b-1、b-2) 

 

分子集積デバイスグループ 

（Molecular Assembly Group） 
研究グループ長：阿澄 玲子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：各種材料（有機・無機・微粒子など）の精密

な構造制御や集積化による機能発現を利用した高性

能光／電子デバイスの開発、および関連する基盤技

術の開発を行う。 

・研究手段、方法論：有機分子の設計、有機合成、分

子パッキングの予測、粒子分散技術、各種薄膜作製

技術、微粒子の自己組織化、光学などの技術を駆使

して、エレクトロニクス・フォトニクスに有用な部

材・プロセスの開発を行っている。またこれらの技

術開発から派生して、小型可搬・簡便な計測評価装

置の開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３（c-1） 

 

超伝導エレクトロニクスグループ 

（Superconducting Electronics Group） 
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研究グループ長：永崎 洋 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：情報通信・エレクトロニクス技術の革新に向

けた、新奇超伝導材料の物質開発、理論・実験両面

からのアプローチによる高温超伝導機構解明、およ

びそれらの知見に基づく新機能超伝導デバイスの提

案と技術開発を推進し、超伝導研究におけるフロン

ティアを開拓する。 

・研究手段、方法論：高圧合成法をはじめとする先進

的物質合成手法と理論予測、更には高圧下物性測定

を組み合わせることにより、より高い性能を有する

超伝導体、従来にない性質を示す超伝導体の開発を

行う。また、高品質単結晶試料を用いた系統的物性

評価を通して、銅酸化物、鉄ヒ素系に代表される高

温超伝導体の超伝導発現機構を明らかにする。得ら

れた知見を元に、同物質群を対象とした電子デバイ

ス・線材プロトタイプを試作し、超伝導エレクトロ

ニクス開発への指針を確立する。 

研究テーマ：テーマ題目３（c-2） 

 

酸化物デバイスグループ 

（Oxide Electronics Group） 
研究グループ長：相浦 義弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・研究目的：低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確

立をめざして鉛フリー圧電体、酸化物発光材料など

材料開発、酸化物電子材料の新機能開拓、および独

自実験技術知財の製品化普及を行う。 

・研究手段：薄膜接合形成にはレーザーアブレーショ

ン法等を、物性発現機構の解析には角度分解光電子

分光法をはじめとする研究手段を用いる。 

・方法論：（Na,K）NbO3（NKN）を母材とし正方晶

／菱面晶相境界（MPB）を形成することによって従

前の鉛系 PZT に匹敵する圧電特性を実現した鉛フ

リー圧電体において、微量元素添加による局所構造

及び強誘電ドメインの制御を行い、微量の Mn、Ce
の添加が圧電特性の特性向上に対する有効性を調べ

る。また NKN および産総研が開発した（Na,K）

NbO3-BaZrO3-（Bi,Li）TiO3についてエピタキシャ

ル成長に加え、スパッタリングによる高配向膜の開

発を行う。ペロブスカイト型酸化物薄膜電界発光

（EL）の開発を継続し、（Ca0.6Sr0.4）TiO3:Pr を発

光層とした二重絶縁構造をもつ EL 素子において低

電圧駆動による赤色発光の高輝度化を進める。角度

分解光電子分光法を用いて、層状酸化物の電子構造

に対する電子相関効果の定量評価を試みる。また、

双回転楕円体面鏡型光学系 STAR GEM、小型単結

晶育成装置 iAce、極低温超高真空用多軸非磁性マニ

ピュレータ iGONIO-LT、高精度中空型ロータリー

ステージ iRS、超高真空マイクロプローバ iMPC 等

の実験技術知財の高度化、製品化普及を進める。 

研究テーマ：テーマ題目３（c-3） 

 

強相関エレクトロニクスグループ 

（Correlated Electronics Group） 
研究グループ長：澤 彰仁 

（つくば中央第4） 

概 要： 

・目的：新しい電子デバイス動作原理である強相関電

子系の電子相制御技術の開発と、それに基づく不揮

発性メモリや低消費電力スイッチなど低環境負荷の

革新的デバイス技術の開発を行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：原理的にサイズ効果

のない強相関電子系の電子相転移を外場により制御

する技術を確立し、半導体デバイスのスケーリング

限界を超えた領域で動作する低消費電力スイッチ、

メモリ等を開発することで、情報通信技術を活用し

たグリーンイノベーションに貢献する。 

・国際的な研究レベル：強相関酸化物など金属酸化物

の大型・良質単結晶を作製可能なレーザー加熱単結

晶作製技術、金属酸化物デバイス開発に不可欠な最

先端の計測解析技術と微細加工技術・設備を有して

いる。 

研究テーマ：テーマ題目３（c-4） 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］光情報技術 

［研究代表者］森 雅彦（副研究部門長） 

［研究担当者］森 雅彦 他 

（常勤職員9名、他10名） 

［研 究 目 的］ 

a-1）ナノフォトニクス技術による超小型光素子・光集積

回路開発 

 次世代の省エネルギー・大容量光情報通信、特に光

インターコネクション用の光・電子融合デバイスおよ

び光電子集積技術、光計測・制御技術を開発すること

を目的とし、シリコンフォトニクス技術、アモルファ

スシリコン技術、高品質半導体ナノ材料・ナノ光構造

の作製技術、および有機・ポリマー材料技術を基に、

次世代の光源・光増幅素子、光スイッチ・光機能素子

等の光デバイス及び光電子集積化のための、プロトタ

イプの試作、実証を行う。 

 平成25年度はアクティブ光デバイス技術としては、

化合物半導体レーザーの省エネ化のためにトンネル接

合を用いた素子上で電流狭窄構造の最適化を行い、低

抵抗化を実現した。また、有機ポリマーでは、微小共

振器効果による寄与の明確化と光導波路クラッド層に

色素結晶を導入できる湿式形成法を開発した。シリコ

ンフォトニクス技術では、平成24年度に開発した光電
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子システムを高度化し、30Tbps/cm2の信号伝送密度を

実証した。また、温度無依存特性を特徴とする量子ド

ットレーザを光源集積した光電子融合システムを作製、

評価し、12.5Gbps のエラーフリー伝送と15Tbps/cm2

の伝送密度を実証した。3次元光回路においては、方向

性結合器よりも波長依存性が小さく、広帯域で変換効

率の高い層間信号トランスファーデバイスを試作、評

価し、1.8dB の低損失を実証した。 

a-2）次世代コヒーレント伝送のための光源、光信号処

理・計測技術の開発 

 実用化を迎えたコヒーレント伝送の更なる大容量化、

高度化に資する光信号処理・計測技術の研究開発を進

める。平成25年度は超小型マルチキャリア通信用光源

として SiN 非線形導波路を利用した4光波混合デバイ

スの試作を行った。試作デバイスにおいては、伝搬損

失が大きくマルチキャリア発生には至らなかったもの

の、2光波入力による4光波混合光の発生を確認した。

伝搬損失低減のために SiN 膜の最適化を進行中。同時

に低消費電力化を目指した帯域制限のための最適構造

設計手法の開発を行った。また、マルチキャリア光信

号処理技術開発のために、ニオブ酸リチウムのファブ

リペロー共振器を用いたマルチキャリア光源を構築し、

30dB 帯域幅30nm を実現した。 

a-3）量子通信技術の開発 
 情報通信のセキュリティ向上に資するため、光通信

波長帯における高密度波長多重量子暗号通信システム

の開発を行う。平成25年度は2光子光ファイバ干渉計を

構築して群速度分散評価を行った。その結果、量子も

つれ光子対の分散不感波長帯域幅30nm を実現した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光インターコネクション、シリコンフォ

トニクス、アモルファスシリコン、3次元

光回路、光電子集積素子、量子ドット、

有機レーザー、ポリマー光導波路、ポリ

マー光増幅器、ナノ構造デバイス、非線

形光学、コヒーレント光信号処理、光変

調フォーマット変換、光信号波形計測、

量子もつれ光子対、光子検出、量子暗号

通信 

 

［テーマ題目２］光応用技術 

［研究代表者］粟津 浩一（副研究部門長） 

［研究担当者］粟津 浩一、 他 

（常勤職員17名、他9名） 

［研 究 目 的］ 

 衣食住や環境の安全が必ずしも保障されていないとか、

危険が潜んでいたもそれが潜在化していて目に見えない

といった社会課題を抱えている。あるいは、増続ける医

療費を削減させるためには、病気になる前に健康状態を

モニターしておくことが重要である。そこで新たなセン

シング技術を開発し、これまでに見えなかった危険、有

害物質、日々の健康状態などをセンシングする技術が求

められている。例えば、今後特にアジアで水が不足する

と言われており、既に汚水等を再生して飲料水にする技

術も開発されている。同時にそのような水の安全性には

問題もあると指摘されている。国内においても水源付近

の農場やゴルフ場に散布される農薬、牧場から水源へと

流出する汚水、アオコの発生など水源の安全を脅かす事

例も多々発生している。個人がこれから食しようとする

食物においても、残留農薬、微量重金属といった有害物

質をその場で見ることは不可能であるが、実際に規制値

よりも高い濃度の有害物質が検出されることがあること

はよく知られている。また鳥インフルエンザが発生した

場合、H7N9型では動物での発熱などの症状はでないが、

人に感染した場合、人には免疫がないために重篤な状態

に陥ることが指摘されている。 

 光センシンググループは、無機材料、有機材料、酸化

物材料などの材料研究、あるいは補償光学、近接場光学、

ナノフォトニクスと研究をこれまで行ってきた。これら

の知見をもとに、社会の要請の強い安心安全な社会の基

盤となるセンシングという一つの目標に向かって研究を

集中化させている。これまでの学問分野を融合させ、互

いに連携させることで新概念を発見し、産総研オリジナ

ル技術として強い特許を取得し、あるいはノウハウ化さ

せるという知財戦略をとっていく。その後極めて短期間

で応用研究へとフェーズを切り替えて、実用化を目指す

研究を行っている。 

b-1）光センシング技術に関する研究 

 光センシンググループでは検体や利用状況に応じた

様々なセンシングシステムの開発を行っている。セン

シングの高精度化、センサの小型化に取り組み、H24

年度にはオリジナル技術である導波モードセンシング

で手のひらサイズの小型センサの操作システムを開発

した。また、導波モードセンサで ELISA, SPR, イム

ノクロマトグラフィーなどの競合する他のセンシング

手法では達成できない測定を実現してきた。これまで

達成したインフルエンザ亜種の同定などに加え、H24

年度は微量重金属の検出感度の向上などに取り組んだ。

光ディスク型センシングでは、これまでに培った光デ

ィスク技術を利用したウイルスの検出に成功し、菌の

検出にも目途が立ってきている。さらに所内情報技術

研究部門画像認識技術グループとも連携を行い、情報

科学とも融合させた新原理センシング開発を開始した。 

b-2）テーラード分子による生体情報イメージング技術に

関する研究 

 光センシンググループは分子集積デバイスグループ

と連携し、テーラード分子による生体情報イメージン

グ技術に関する研究を行った。平成24年度に開発した、

水溶液中でも消光が起こらない発光性金属錯体は、

544nm にピークを有する緑色発光を示し、励起波長と
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発光波長との差が200nm 程度であることから、生体試

料中の蛍光成分との差別化が可能となった。この金属

錯体技術と b-2で述べた光ディスク型センシング技術

との融合を実施した。センシング技術では、技術的に

優れていることが de fact standard になるとは限らな

いので、国際標準化戦略お念頭に置きながら研究を進

めていくことが重要となる。 

b-3）超高速フォトニクスとレーザー加工プロセス応用 

 加工プロセス用の高出力かつコンパクトな光源開発

を行うとともに、次世代プロセスや高度計測技術への

応用を目指した光ファンクションジェネレータの研究

開発を重点的に進める。 

 平成25年度には、当所で開発した超短パルス Yb フ

ァイバーレーザー装置出力を2倍波変換することで、パ

ルス幅200fs、マイクロジュールの緑色光超短パルス発

生に成功した。これを用いて、環境化学技術研究部門

レーザー化学プロセスグループ他と協力して CIGS 太

陽電池薄膜の加工を行い、機械加工と同程度の電池効

率をレーザースクライブで実現することができた。ま

た、炭素繊維強化複合材料の高品位・高速レーザー加

工の研究にレーザー制御関係での協力を行った。光フ

ァンクションジェネレータについては。応用展開に必

要な長時間安定同期の研究をすすめた。熱的制御を取

り入れた Yb ファイバーレーザー発振器を開発し、信

頼性を向上させて、温度安定化のみで Ti サファイアレ

ーザーとの6時間以上のフェムト秒長時間同期に成功

した。またサブフェムト秒精度の変動測定として、シ

ステムの12時間以上の長時間測定実験とフリンジ成分

から相対位相変動を推計する解析技術を開発した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス  

［キーワード］センシング、安全安心、光計測、QOL、
超短パルスレーザー、レーザー加工 

 

［テーマ題目３］新原理エレクトロニクス 

［研究代表者］柏谷 聡（首席研究員） 

［研究担当者］阿澄玲子、永崎 洋、相浦 義弘、 

澤 彰仁 他（常勤職員36名、他30名） 

［研 究 目 的］ 
 高温超伝導や強相関酸化物、有機半導体を中心に、新

しい機能性材料の研究を行う。シリコン半導体の限界を

超えた極限的な省エネルギーデバイス技術を探索し、グ

リーン・イノベーションに貢献する革新的な電子デバイ

スの開発を推進する。主な研究課題は下記の通りである。 

c-1）ボトムアップ集積型デバイスの構築 

  各種材料（有機・無機・微粒子など）の精密な構

造制御や集積化による機能発現を利用した高性能光／

電子デバイスの開発、および関連する基盤技術の開発

を行う。具体的には、有機材料の設計・合成、マイク

ロ・ナノパターン形成技術、デバイス作製技術、計測

評価技術の開発を行う。 

平成25年度は下記のような成果が得られた。 

・単層カーボンナノチューブを効率よく液中に分散さ

せ製膜し、温和な条件で後処理する方法を確立し、

透過率90パーセントでシート抵抗100ohm/square
以下の透明導電膜をプラスチック基板上に形成させ

る技術を確立した。 
・ポリスチレン微粒子の規則的配列を鋳型として作製

したゴム状材料を用いて、偏光感受性の光学素子を

簡便に作製する方法を開発した。 
・上述のような各種デバイスを常温常圧など温和な作

製するプロセスとして、キセノンフラッシュランプ

からのパルス光照射により、プラスチックなどの非

耐熱性基材上への導電性部材の直接作製に成功し

た。 

c-2）先進機能超伝導材料の開発と新規超伝導応用の開拓 

 情報通信・エレクトロニクス技術の革新にむけ、卓

越した機能を有する超伝導材料の開発、理論・実験両

面からのアプローチによる高温超伝導発現機構解明、

およびそれらの知見に基づく新規超伝導応用の提案と

その実現に向けた技術開発を推進する。 
 平成25年度は下記のような成果が得られた。 
・線材開発：パウダーインチューブ法を用いた（Ba, K）

Fe2As2の線材開発を行い、作製プロセスの最適化に

より2T の磁場中での臨界電流密度 Jc~6000A/cm2を

達成した。 

・物質開発：Ba と Bi からなる層状構造をもつ Ba2Bi3
において、4.3K で超伝導が出現することを発見し

た。また、圧力下での帯磁率の測定により圧力とと

もに Tc が減少することを明らかにした。また、

NaFeAs 系超伝導体のとる PbFCl 型結晶構造に着

目し、3d, 4d 遷移金属原子等に着目し、超伝導体を

はじめとする新規化合物の開発を目指した材料開発

を行った。その結果、AP2-xXx（A=Zr, Hf, X=S, Se）
で表記可能な新超伝導体群を見出した。 

・超伝導理論：BaIr2Ge7等の新奇超伝導体に対して第

一原理計算を行い、バンド構造を決定した。ハバー

ドモデルに対して量子モンテカルロ法により超伝導

相関関数を計算し、超伝導が存在する領域があるこ

とを示した。価数スキップの新しいゆらぎ理論を提

案した。 

・超伝導デバイス：超伝導体/磁性半導体／金属接合を

用いた電子冷却器の提唱を行い、50mK の極低温領

域まで金属が冷却可能になることをシミュレーショ

ンにより示した。Al（Mn)/Al2O3/Al 型の N/I/S 型固

体冷凍機の作製を行い、トンネルコンダクタンスに

よる評価により、電子冷却効果を確認した。また、

超伝導ストリップ検出器において、検出対象による

常伝導転移過程の違いを明らかにするとともに、出

力電圧を定量的に再現するシミュレーション手法を

確立した。 
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・圧力下物性測定：水銀系銅酸化物高温超伝導体の一

つである CuO2層が4-6枚の Hg-1234,1245,1256に
対する圧力下電気抵抗測定の実験を行った。それぞ

れの物質はすべて6万気圧程度までの圧力までは

Hg-1223の示した＋2.5K/GPa 程度の上昇率で超伝

導転移温度が上昇しが、それ以上の圧力下ではこれ

までとは異なる結果を示し、CuO2面の数が多くなる

ほど高圧側での上昇がより抑制される傾向がある

ことを明らかにした。 

c-3）低環境負荷酸化物デバイスの開発および機能性酸化

物電子材料の新機能開拓 

 低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立をめざし

て、鉛フリー圧電体、酸化物発光材料の開発を行う。

加えて、酸化物電子材料の新しい機能開拓をめざして、

物性発現機構の微視的解明を進める。また、独自実験

技術知財の製品化普及を行う。 
平成25年度は下記のような成果が得られた。 

・鉛フリー圧電材料の実用化に向けて AE センサー、

超音波距離センサー等の試作を行った。試作した

AE センサー・距離センサーは従来の鉛系 AE セン

サー・距離センサーと同等の特性を示すことが分か

った。また（Na, K）NbO3の単結晶基板上にステッ

プテラス構造を示す結晶性の高いエピタキシャル膜

の作製に成功した。 

・ペロブスカイト無機発光素子の開発を継続し

（Ca0.6Sr0.4）TiO3:Pr を発光層とした二重絶縁構造

をもつ EL 素子において低電圧駆動による赤色発光

の高輝度化と電子線励起による RGB3原色発光の発

現に成功した。 

c-4）強相関材料を用いた電界効果素子および不揮発性メ

モリの開発 

 情報通信技術を活用したグリーン・イノベーション

の推進に必要な低環境負荷デバイスの開発を目的に、

強相関電子系の電子相制御という新動作原理に基づく

革新的な低消費電力デバイスの研究開発を行う。 

 平成25年度は下記のような成果が得られた。 

・強誘電体 BiFeO3をゲート絶縁層に用いた CaMnO3

チャンネル電界効果トランジスタを開発し、室温で

約4倍、120K で100倍以上の抵抗変調に成功し、全

固体モットトランジスタの開発に必要な要素技術の

一つを確立した。 

・強誘電抵抗変化メモリについて、強誘電体 BiFeO3

と常誘電体 LaFeO3の積層型スイッチング層を有す

る新しい素子を開発し、10万回以上のデータ書換え、

室温で10年以上のデータ保持などの素子特性を実現

した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］有機エレクトロニクス、超伝導、酸化物

エレクトロニクス、強相関エレクトロニ

クス 

⑪【セキュアシステム研究部門】 

（Research Institute for Secure Systems） 

（存続期間：2012.4.1～） 

研究部門長：松井 俊浩 

副研究部門長：寳木 和夫 

 

所在地：つくば中央第2、関西センター尼崎支所 

人 員：32名（32名） 

経 費：408,335千円(300,773千円) 

 

概 要： 

 セキュアシステム研究部門は、主に、2011年度まで

に終了したシステム検証研究センターと情報セキュリ

ティ研究センターの成果を承継する研究部門として、

2012年度に発足した。さまざまな機器、ビジネス、や

り方、仕組みが IT 化、サイバー化される社会は、コ

ンピュータやプログラムで制御されるが故の脆弱性が

残っている。システムが複雑化するために、設計、実

装、テスト、保守が困難となり、システムの信頼性が

低下するシステムディペンダビリティの問題解決と、

システムや通信に秘匿される重要情報を窃取したり、

IT で動作するシステムを誤動作させることを狙った

犯罪行為に対するサイバーセキュリティ向上のための

技術開発をミッションとする。また、これら技術や制

度の標準化、規格化への貢献も重要な任務である。デ

ィペンダビリティ、セキュリティ技術は、低い確率で

しか発生しない事象への備えであるため、技術の効果

を体感することが難しい。規格化することによって技

術を可視化し、製品やサービスへの組み込みを促すこ

とが可能になる。 

 これらのミッションの実現のために、問題を出口指

向の4つに分解し、5つの研究グループで研究を実施す

る。 

●IT サービスのセキュリティ 

インターネットでのショッピングや SNS など、ま

たスマートフォンでの各種のアプリの利用などに潜

む脆弱性、危険性への対策技術を開発し、また政府

の委員会等でのこれらのサービスの利用ガイドライ

ンの制定に貢献する。Web ブラウザをサーバに接続

してサービスを受ける場合、偽のサーバが本物のサ

ーバになりすまして、利用者からクレジット番号や

パスワードを詐取する詐欺が起こりうる。これに対

抗するために、通常のサーバがユーザを認証するの

とは逆に、ユーザがサーバを認証する仕組みを実現

した HTTP 相互認証プロトコルの国際規格化に取

り組む。 

複数の組織での連携した生体認証を安全かつ効率的

に行うため、信頼できるバイオメトリクス性能評価

技術および関連するデータベース構築手法の研究を

行う。 
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●制御システムセキュリティ 

サイバー攻撃は、家庭やオフィスの PC を対象にし

たものから、エネルギー、交通、金融、工場などの

重要インフラの制御システムへの標的型攻撃に移っ

てきている。技術研究組合制御システムセキュリテ

ィセンター（CSSC）に参加して、制御システムの

高セキュア化技術の研究開発を行う。また、クレジ

ットカードなどの IC カードを誤動作させるような

ハードウェアへのサイドチャネル攻撃に対抗するた

め、標準的なサイドチャネル攻撃評価ボードを開発、

頒布してきた。この活動をより広い範囲で活用する

ための普及促進策と、より微細化が進む半導体プロ

セスでのサイドチャネル攻撃耐性評価技術、模倣部

品の検出や暗号鍵の生成などに応用可能な

PUF(Physically Unclonable Function: 物理複製

困難関数)の研究開発を行う。 

●ディペンダブルシステム 

関西センターとつくばとの2拠点で、前者が主にシス

テムの要求分析とテスト段階の高信頼化、後者が設

計から仕様の実装段階での高信頼化に取り組む。 

高信頼システムは、どういうシステムを作るかとい

う要求仕様を矛盾なく設計仕様にまとめ、それを矛

盾のない実装に落とし、その実装が元々の仕様書が

規定する機能を正しく実現していることをテストす

ることで達成される。この無矛盾性を確保するため

に、仕様を論理的に記述して自動定理証明を適用し

たり、設計から導出されるモデルが、仕様を満足す

るかを検証するモデル検査を実施する。並行処理を

簡潔に可視化するツール、プログラムが仕様を満た

すことを証明するツール、仕様から網羅的なテスト

を自動的に生成する FOT（feature oriented test）
法とそのツールの研究開発を進める。また、企業と

の共同研究を通じて、これらの技術の実証を行う。

また組込適塾などの人材育成プログラムにも貢献す

る。 

●次世代セキュリティ 

セキュリティ技術の多くは、暗号に基礎をおいてい

る。暗号は、秘密通信だけでなく、認証などの情報

の真正性の証明、著作権の保護などにも利用される。

計算機の性能が向上するにつれて、現在実用されて

いる暗号の解読が容易になるため、新たな暗号の案

出やその評価は、将来の IT 社会の保全のために継

続的に必要である。現在広く使われている暗号の中

には、その安全性の証明が不十分であったり、破綻

が近いことが予見されているものがある。安全性の

証明には、数学的素養が必要であるのに対し、暗号

の応用が加速しているため、不完全な暗号が広がる

危険性が増している。より機械的な方法で安全性を

証明する方法を研究する。インターネットやクラウ

ドが普及するにつれて、暗号は、一対一の通信では

なく、一対多や、多対多、また時間的に機能が変化

する応用が出つつある。このような状況に対応する

関数型暗号や代理再暗号化技術を研究する。クラウ

ド等に委託したデータをクラウド業者等に盗み見ら

れることなく情報処理を行う方法の一つとして、デ

ータベースの情報を暗号化されたまま検索する技術

を研究する。 

---------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

IC の偽造防止技術の開発 

データベースの秘匿検索技術の開発 

 

外部資金： 

総務省 戦略的情報通信研究開発推進事業「クライアン

トおよびサーバ双方からの情報漏えいを防止するアクセ

ス制御技術の研究開発」 

 

総務省 戦略的情報通信研究開発推進事業「低遅延異種

多入力映像表示装置の研究開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 「サイドチャネル攻撃

への安全性評価手法の確立および PUF デバイスの実

装・評価とセキュリティシステムへの応用」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 「電力・電磁波解析攻

撃向け評価プラットフォームの開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 「テスト技法 FOT の

支援ツール開発、技法の拡充、及び実証実験による実用

化研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 「二国間交流事業共同研

究/セミナー」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「クラ

ウドコンピューティングミドルウェアのソフトウェアモ

デル検査手法」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「低容

量回線でも高画質画像を活用できる「超舞台」遠隔交流

学習支援システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「分散

チェックポインティングを用いたネットワークアプリケ

ーションのモデル検査」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「モダ

ン符号の形式化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「複数
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主体のバイオメトリクスデータベース管理と評価技術の

研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「組込

みソフトウェアの安全な構築のためのC言語のモデルと

その形式検証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「問題

ある平文の暗号化を不可能とする暗号方式の実現に関す

る研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「複製

困難な物理特性を用いたセキュアな動的再構成システム

の実現」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「並列

索引構造の形式検証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「ID の

法的研究－共通番号、国民 ID 及び民間 ID のプライバシ

ー・個人情報保護」 

 

発 表：誌上発表113件、口頭発表160件、その他23件 

---------------------------------------------------------------------------- 
セキュアサービス研究グループ 

（Secure Services Research Group） 
研究グループ長：渡邊 創 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ますます利用が拡大しているインターネット上での

サービスや､そのクラウド化におけるセキュリティ､プ

ライバシー侵害､信頼性への対策法を研究する｡ネット

上でのなりすまし等の不正を防ぐため、パスワードや

IC カード、バイオメトリクスを用いた認証技術などの

セキュリティ対策技術を研究する。制度や新サービス

の技術基準や標準的手法を提案し､システムとしての

安全性と利便性の向上に貢献する。より広く IT 社会

の安全性を向上させるため､電子情報システムにおけ

る暗号の利用法や、携帯アプリにおけるプライバシー

情報の扱い方に関するガイドラインの策定等を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

制御システムセキュリティ研究グループ 

（Control System Security Research Group） 
研究グループ長：古原 和邦 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 特定の組織やシステムを標的とし高度に仕組まれた

サイバー攻撃は、産業と社会を揺るがす激甚化した脅

威になりつつある。制御システムセキュリティ研究グ

ループの目的は、システムの可用性や既存システムへ

の親和性などをも考慮しながら、重要インフラのセキ

ュリティ強化に貢献することにある。この目的を達成

するために、技術研究組合制御システムセキュリティ

センター（CSSC: Control System Security Center）
や電子商取引安全技術研究組合（ECSEC: Electronic 
Commerce Security Technology Research 
Association）などの外部組織とも連携しながら、現場

における制約や要求、また、最新の攻撃手法などを正

確に把握し、それらに応じた実効性のある対応策につ

いて研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

システムライフサイクル研究グループ 

（System Life-Cycle Research Group） 
研究グループ長：大岩 寛 

（関西センター尼崎支所） 

概 要：  

 ソフトウェアがいわゆるパソコンだけでなく、自動

車、家電機器、制御機器などの組込み機器に広く用い

られるようになり、ソフトウェアの安全性と信頼性は

ますます重要になってきている一方で、そうしたソフ

トウェアの大規模化に伴い、多人数で長期間をかけて

開発されたソフトウェアの安全性を一貫して担保する

のはますます困難になってきている。また、製品の世

界展開に不可欠な安全性認証についても、対応の難し

さが製品コストの上昇と国際競争の厳しさに結びつく。

本研究グループでは、ソフトウェアシステム開発開始

から検査、認証取得、出荷、導入、運用までの工程の

流れを「システムライフサイクル」として俯瞰し、信

頼性の高いシステム構築の一貫した手法をめざし、シ

ステム検証、テスト支援手法、開発工程管理などの各

工程で必要となる技術の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

高信頼ソフトウェア研究グループ 

（Software Reliability Research Group） 
研究グループ長：磯部 祥尚 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ソフトウェアの大規模・複雑化が進むなかで、その

信頼性を保証することが難しくなってきている。高信

頼ソフトウェア研究グループでは、高信頼化を現実的

なコストで達成できるようにする技術開発を目的とし、

システム開発工程のうち、特にソフトウェアの設計か

ら実装までの動作の一貫性を検査・保証するための技

術を研究開発し、最終的に実用的な開発プロセスツー

ルとしての実用展開を目指す。そのために、設計書や

実装プログラムを対象として、ソフトウェア解析、形

式検証・モデル検査、プログラム生成・変換技術など
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を研究し、要求される安全性レベルとコスト要求に応

じて、これらの技術を選択・連携できる技術開発を行

う。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

次世代暗号研究グループ 

（Research Group for Innovative Cryptography） 
研究グループ長：花岡 悟一郎 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 クラウド等の高度なネットワーク技術をより一層安

全で広範に活用するための暗号技術として、関数暗号

等に代表されるような、新機能をもつセキュリティ技

術に関する研究を行う。また、量子計算機を有する攻

撃者など、現在想定されているものより一段と高度な

攻撃モデルおける安全性についてもその実現に向けた

基盤的研究を推し進める。さらに、既存技術の安全性

評価を行い、それらの厳密な安全性レベルを明らかに

する。たとえば、安全性が未証明なものについて、厳

密な数学的安全性証明を与えたり、もしくは、具体的

な攻撃方法を提示する。これらの研究を主に理論研究

の立場から行い、次世代セキュリティ技術を実現して

いくための盤石な基盤作りを行うことを大きな目的と

する。 本年度に関しては、特に、関数暗号等の高機能

アクセス制御暗号の更なる高安全化・高効率化につい

ての研究を推進し、また、そのための汎用的な手法に

ついて開発を行う。また、前年度までに引き続き、プ

ライバシー保護が可能な秘匿データベース検索の開発

を進める。さらに、さまざまな暗号技術について、詳

細な安全性解析を行う。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

---------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］バリアフリーセキュリティ技術の研究

開発 

［研究代表者］渡邊 創 

［研究担当者］渡邊 創、辛 星漢、高木 浩光、 

田沼 均、中田 亨、寳木 和夫、 

大塚 玲、大岩 寛、山田 朝彦、 

 大木 哲史、一瀬 小夜 

（常勤職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 PC やスマートフォンのマルウェア感染、偽サーバや

偽アプリなどにより、カード情報やパスワード情報など

が盗まれ、金銭を奪われる等の被害が拡大している。本

研究では、これら悪意あるプログラム等に不正な操作を

行われたとしても、技術的に被害を防止しユーザに正し

い操作が行われたことを提示できる技術の研究開発を行

う。今年度は以下のような成果を得た。 

 前年度に開発したネットバンキングでの不正振込防止

法を一般化し、電子署名する対象をマルウェアが書き換

える攻撃を防止する手法を提案した。IC カードを用いた

実装例を考案し、それを体験できるデモを作成、公開し

た。これまでの研究成果である HTTP Mutual 認証につ

いては、インターネット標準化機関 IETF で標準化を引

き続き行い、ブラウザ参照実装を標準化議論に基づき更

新した。 

コメント欄への広告書き込みなど、SPAM と呼ばれる

コンピュータで自動化された迷惑行為が大きな問題にな

っている。これを防止するため、CAPCHA と呼ばれる

人間の視覚を利用したシステムが導入されているが、視

覚障がいを持つユーザには使い辛く、サービス利用の障

壁となっていた。この問題を解決する、言語を用いた

CAPCHAの代替法を提案した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］認証、フィッシング対策、マルウェア対

策、偽アプリ対策、バリアフリー 

 

［テーマ題目２］端末の乗っ取りによる重要インフラ不

正操作防止機能の開発 

［研究代表者］古原 和邦（制御システムセキュリティ

研究グループ） 

［研究担当者］古原 和邦、高橋 孝一、戸田 賢二、

須崎 有康、瀬河 浩司、海老原 一郎 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 現在の制御システムの多くは、PC 上から制御装置の

設定値やロジックを変更したり、制御対象の状態を監視

したりすることができる。そのため、攻撃者がその PC
の乗っ取りに成功した場合、その攻撃者はオペレータや

エンジニアと同等の操作が可能となり、また、偽の状態

をオペレータらに提示することが可能となる。実際、海

外では、制御システムの操作監視画面が遠隔から不正操

作可能な状態になっていた事例が複数見つかっており問

題となっている。 

 本研究の目的は、このような端末の乗っ取りによる不

正操作とオペレータへの偽情報の提示の問題への対処方

法として、システムの一部が知らぬ間に乗っ取られてい

たとしても以下のような機能を持ち続けることのできる

セキュアな構成を現状の制御システムの構成を考慮に入

れながら設計し、また、それらにより防御可能な脆弱性

レベルを明確にすることにある。その機能とは、1)機器

に対する不正操作検知・防止機能、2)正規オペレータに

よる操作への妨害防止機能、3)機器の状態の正確な伝達

機能、4)乗っ取られている可能性のある端末の特定機能

であり、脆弱性のレベルは、Level 4（不正変更可、検

知不可なレベル）：攻撃者により設定が変更され、そのこ

とを検知できないレベル。Level 3（不正変更可、検知

可、復元遅延が大きいレベル）：攻撃者により設定は変更

されるが、そのことを検知可能。ただし、感染端末を特

定し、元の状態に戻すことに時間の掛かるレベル。Level 
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2（変更可、検知可、復元遅延が小さいレベル）：攻撃者

により設定は変更されるが、そのことを検知可能、かつ、

短時間で感染端末を特定し、元の状態に戻すことができ

るレベル。Level 1（変更不可、偽情報を提示可能なレ

ベル）：攻撃者は設定を変更できないが、偽の情報を提示

できるレベル。Level 0（変更不可なレベル）：攻撃者に

よる設定の変更は行えないレベル。 

 これら目的を達成するために、今年度は、制御システ

ムで使われているシステム構成を調査し、その計算ノー

ド上において不正な挙動を監視制御する機能について研

究を行った。具体的には、OS カーネルにおけるホワイ

トリストアクセス制御技術、ハイパーバイザーを用いた

監視技術、デバイス I/O 監視制御技術の実現方法の研究

を行った。ホワイトリストアクセス制御技術においては、

アプリの起動制御のみならず、プロセス実行順序の制御

と保護、計算機資源へのアクセス制御など、より細かい

アクセス制御の実現方法の特定を行った。ハイパーバイ

ザーを用いた監視技術では、元のシステムが特殊な周辺

装置を利用していたとしても、OS やドライバなどの設

定変更を不要にすべく、パススルー型のハイパーバイザ

ーを用いてシステムコールを監視する方法の特定を行っ

た。デバイス I/O 監視技術では、NTFS におけるファイ

ル改ざんをディスク I/O レベルで検知する方法や、攻撃

検知後に通信を遮断する I/O 間連携方法の特定を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］重要インフラ、制御システム、乗っ取り、

不正操作 

 

［テーマ題目３］LSI チップへの攻撃・偽造対策技術の

研究 

［研究代表者］川村 信一 

［研究担当者］川村 信一、坂根 広史、片下 敏宏、

堀 洋平（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年の情報技術の進歩は IC カードによるサインレス

決済やオンライン決済等、効率的な電子商取引（EDI）
の実用化をもたらした。また、社会システム、制御シス

テム、自動車、航空機、医療機器などにおいて情報化や

自動化が急激に進み、それらの情報システム内で機器や

部品同士が通信相手を確認する機器間(M2M: Machine 
to machine)相互認証の環境が拡大しつつある。これら

の新しい仕組みの情報セキュリティは機器のLSIチップ

に内蔵された高度な暗号技術によって守られているが、

その暗号技術が正しく動作し、悪意のある攻撃的試みか

ら重要な情報やシステムの健全性を守れるかどうかを検

証することは、システム全体の情報セキュリティの根本

を支える重要な作業である。このような状況を背景に、

本テーマでは政府、大学、企業、技術研究組合などの外

部組織とも協力しながら、LSI チップの攻撃対策強化に

つなげるため、サイドチャネル解析技術や故障解析技術

等を応用したセキュリティ評価手法の先端的研究開発を

行った。 

一方、近年あらゆる分野で偽造品の流通が拡大してお

り金銭的被害やブランドイメージの失墜だけでなく、国

防や生命の危険に関わる事例も報告されている。従来、

ホログラムや RFID タグなど、偽造品の流通を防ぐ種々

の技術が開発されているが、偽造技術の進歩に伴い、こ

れらの技術的対策も偽造すなわち不正な複製が可能とな

りつつある。本テーマでは、高度な偽造技術にも対抗で

きるよう、LSI が生成する固有の真正 ID を複製不可能

にする技術（偽造不能(PUF)チップ）の研究開発を行っ

た。また、PUF は偽造対策以外に暗号鍵の生成/共有、

乱数生成などに応用可能であり、セキュリティの強化や

コスト低減につながると期待されている。本テーマでは

産総研内の先端デバイスを研究する他研究ユニットと協

力して先端研究を進める一方、PUF の市場での認知と展

開などについて産業界と意見交換を行いながら、社会の

要請に応える実用化を目指し中長期的な取り組みを進め

ている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］IC チップ、IC カード、組込 LSI、脆弱

性評価、サイドチャネル攻撃、レーザー

攻撃、電磁界攻撃 

 

［テーマ題目４］ミッションクリティカルソフトの認証

指向開発技術 

［研究代表者］大岩 寛 

［研究担当者］大岩 寛、山形 頼之、西原 秀明、 

 北村 崇師、Artho Cyrille、 

田口 研治、相馬 大輔 
（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 組込みソフトウェアの中でも特に、自動車や産業機械

など、システムが誤動作・停止することが人命や大きな

損失に繋がる分野では、巨大なソフトウェアシステムを

確実に安全・高信頼に作る手法とともに、作ったソフト

ウェアの信頼性を指標化して外部に提示し、安全性を理

解しもらう、「信頼性の見える化」も重要である。国際市

場に製品を出荷する時には特に、製品の安全性を第3者機

関に認証してもらうことがしばしば求められる。目で見

て作りの堅牢さや堅実さから安全性が何となく感じられ

る物理的製品と異なり、ソフトウェアの信頼性は完成品

を見ても一見して判断が付かないため、開発工程の各段

階でいかに検査や確認作業を確実に行ったかを証跡とし

て残し、開発工程の信頼性をもって製品の信頼性の指標

とするのが一般的であるが、これには非常に大きなコス

トがかかるのが一般的な現状である。 

 本研究テーマでは、開発工程の各段階において行われ

る設計・実装などの作業に一貫性を持たせ工程を管理し

たり、行った検査の正しさに技術的な担保を与える手法
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を開発したりすることにより、安全性認証の取得を前提

とした「認証指向開発技術」の確立を目指した。具体的

には、安全性テストの設計を可視化し事後検証性・説明

力を強化する FOT/Calot 記述や、設計モデルに基づき自

動的にソフトウェア動作を検査する技術、安全対策を図

化し明確にする設計記述手法、複数の国際標準認証規格

そのものを解析し、差分や相互関係などを明らかにする

認証工学関連技術などを開発した。本テーマで開発した

技術は、別途共同研究などの実プロジェクトへの応用を

行い、有効性の検証や改良点の抽出に努めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］システム検証、安全性認証 

 

［テーマ題目５]ソフトウェア設計・実装・テストの一貫

性の研究 

［研究代表者］大岩 寛 

［研究担当者］大岩 寛、磯部 祥尚、 

Affeldt Reynald、北村 崇師、 

竹内 泉、秋葉 澄孝、平井 洋一、 

田中 哲、山形 頼之、Artho Cyrille、 
大崎 人士（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 交通機関や電力網など、高い信頼性を必要とするシス

テムのソフトウェア化が進んでいる。本研究では、ソフ

トウェアの信頼性を保証することを目的として、ソフト

ウェアの開発工程の設計からテストまでの工程に着目し、

各工程における信頼性と、工程間の一貫性を保証する技

術の開発を目指す。本年度は、①テスト設計、②実装の

正当性証明、③並行処理設計の解析に関する研究開発を

行った。以下、各研究について説明する。 

 ①テスト設計では、網羅的なテストケースを生成する

テスト設計分析手法 FOT について、より高い表現力獲

得のためのテスト設計言語の拡張や、テストケース生成

アルゴリズムの開発、アルゴリズムの高速化・スケール

化に関する研究を行った。 

 ②実装の正当性証明では、C 言語プログラムの定理証

明支援系による形式検証に向けて、暗号プロトコル TLS
の検証ライブラリの充実、洗練を行い、TLS の実装

（PolarSSL）が仕様（RFC4246）を満たすことを効率

的に証明する仕組みを完成させ、Web サイトから安全性

検証済みライブラリとして公開した。 

 ③並行処理設計の解析では、標準モデリング言語

SysML で記述した列車制御システムの形式化と、その検

証を行い、その有効性を示した。また、並行処理設計・

解析技術の産業界への普及展開を目指してツール開発ベ

ンダや組込みシステム開発企業等と意見交換を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］テスト設計、形式検証、並行処理解析 

 

［テーマ題目６］暗号／認証技術における安全性証明の

高信頼化 

［研究代表者］花岡 悟一郎 

［研究担当者］花岡 悟一郎、縫田 光司、 

Nuttapong Attrapadung、 

今福 健太郎、松田 隆宏、 

 Zhang Zongyang、照屋 唯紀 

 （常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ネットワークの高度化や計算機技術の発達により、そ

れらに応じた新たな暗号技術の導入が、今後ますます必

要となってくるものと思われる。しかし、その一方で、

そのための候補となる暗号技術のいずれも非常に複雑な

数学的構造を持っており、そのため、それらの設計者に

より安全性証明が与えられていると主張されているもの

の、そのような主張に対して全幅の信頼が得られている

とは必ずしも言えない状況となっている。 

 本研究においては、ユーザの所属や年齢などの属性に

よって閲覧権限を制御できる関数暗号等の高機能アクセ

ス制御暗号のさらなる高安全化・高効率化についての研

究を行い、特に、そのための汎用的手法の開発を行った。

具体的には、たとえば、非常に弱い機能のみをもつ関数

暗号のみを用いて、複雑な機能をもつ関数暗号に変換す

る一般的手法の設計および安全性証明などを行った。 

 また、さらに、上記以外のさまざまな暗号技術につい

ても、詳細な安全性解析を行った。その際、安全性評価

の対象として重要と考えられるものについて可能な限り

網羅的に評価を行った。当面の評価対象として、たとえ

ば、公開鍵暗号、電子署名、関数暗号、代理人再暗号化、

グループ署名などといった重要度の高い暗号技術のいず

れかについて、安全性解析を行った。具体的には、たと

えば、実用的な暗号に求められる強力な安全性をもつ公

開鍵暗号を、弱い安全性のみをもつ公開鍵暗号と、他の

基礎的な要素技術を用いて、一般的に構成する手法とそ

の安全性証明を行った。 

 これらの成果は、公開鍵暗号分野において最も権威あ

る国際会議である PKC 2014に二件の論文が採録された

他、暗号基礎理論分野において最も権威ある国際会議で

ある TCC に二件の論文が採録されている。また、その

他多くの成果が、権威ある国際会議、国際誌に採録され

ている。 

 また、この研究課題を通して得られた知見は、産総研

内外の他の研究組織との共同研究においても積極的に活

用しており、たとえば、産総研生命情報工学研究センタ

ーとの秘匿データベース検索技術の設計に関する共同研

究においても、安全性レベルの柔軟な制御技術の開発を

行っている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］暗号技術、認証技術、安全性証明 
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⑫【強相関電子科学技術研究コア】 
（Research Core for Correlated Electrons） 

（存続期間：2008.4.1～） 

 

研究コア代表：澤 彰仁 

所在地：つくば中央第4、つくば中央第2 

 

概 要： 

 本研究コアは、産総研において開発してきた強相関

電子科学技術を継承・発展させ、第1種基礎研究から応

用・実用化研究開発まで総合的に展開することにより、

新動作原理である強相関電子系の電子相制御に基づく

革新的な先端デバイスの開発を目指している。また、

産総研と他機関が参画する強相関電子科学技術フォー

ラムを運営し、機関間共同研究の中心的な役割を果た

している。研究コアメンバーは、本年度においては、

電子光技術研究部門、フレキシブルエレクトロニクス

研究センター、ナノエレクトロニクス研究部門ならび

にナノシステム研究部門から構成され（常勤職員23名、

契約職員4名）、分野横断的に跨った体制となっている。 

 本研究コアでは、革新的な先端デバイスの開発を目

指して、以下の研究課題と目標を設定し、研究開発を

推進している。 

・強相関不揮発性メモリ：二元系遷移金属酸化物を用

いた抵抗変化型不揮発性メモリ（ReRAM）を主な

ターゲットとして、材料最適化、高集積化技術の開

発、及び実用化のためのプロセスインテグレーショ

ンを一貫して行い、その実用化を目指す。 

・強相関界面機能：遷移金属酸化物薄膜のエピタキシ

ャル接合界面におけるスピン・電荷交差相関現象を

利用し、電界スピン制御、磁気分極制御など、電子・

磁気機能を融合させた革新的な酸化物エレクトロニ

クス素子・スピントロニクス素子を開発する。 

・強相関有機エレクトロニクス：高性能有機半導体材

料の開発、分子間電荷移動を用いた界面高機能化と

その評価技術の開発、及び有機エレクトロニクスを

シリコンエレクトロニクスに融合させるための新規

プロセス技術の開発を行い、高度有機エレクトロニ

クスを実現するための基盤技術を開拓する。 

・強相関物性制御：光・磁気・伝導機能融合型の新規

遷移金属酸化物バルク材料の開発と電子機能の開発、

及び各電子機能の組成・格子パラメータによる最適

化を行うとともに、各課題にフィードバックする。 

さらに、これら多彩な電子機能を発現する強相関電

子材料によるデバイス開発を加速するため、これに

不可欠となる①ナノスケール磁気評価技術、②超精

密構造解析技術、③格子パラメータ制御技術等の最

先端計測解析技術を開発・拡充する。 

・先進機能超伝導材料：卓越した機能を有する超伝導

材料の開発、理論・実験両面からのアプローチによ

る高温超伝導発現機構解明、およびそれらの知見に

基づく新規超伝導応用の提案とその実現に向けた技

術開発を推進する。 

 本年度においては、下記のような成果が得られた。 

・強誘電抵抗変化メモリについて、強誘電体 BiFeO3

と常誘電体 LaFeO3の積層型スイッチング層を有す

る新しい素子を開発し、10万回以上のデータ書換え、

室温で10年以上のデータ保持などの素子特性を実現

した。 
・通常1次元的な結晶成長を示す分子化合物半導体に対

し、アルキル側鎖を付加した分子 C8-BTBT を構成

分子に用いることで、製膜性に優れる層状結晶性の

分子化合物半導体の開発に成功した。また、組み合

わせるアクセプター分子の組み替えにより、電界効

果特性を両極性から n 型まで系統的に制御すること

に成功した。 
・強相関電子相転移を示す材料をチャネルとした全固

体モットトランジスタの実現に向けて、高誘電率

（high-k）ゲート酸化膜プロセスの検討を進め、積

層化の見通しを得ることが出来た。 
・鉄ニクタイド関連新超伝導物質を探索する過程にお

いて、Au-Sb 二元系物質に超伝導体が存在すること

を見いだした。超伝導相は単純立方晶構造を有する

こと、Au-Sb に Te を加えた三元系で、超伝導転移

温度（Tc）が最高8.1 K にまで上昇することを明ら

かにした。この Tc は、単純立方晶を有する物質群

における最高値である。 
・第一原理材料シミュレータ QMAS の計算機能を拡

張整備しつつ、新磁石材料探索の起点の一つと考え

られる NdFe12-xMxN 系に着目し、NdFe12, NdFe11Ti, 
NdFe11TiN の電子状態計算および Nd サイトの結晶

場係数評価を行い、飽和磁化・結晶磁気異方性に Ti
置換、窒化が及ぼす影響について調べた。 

 その他、研究コアの活動として、コア内部の研究討

論会である強相関コアミーティングを8回主催し、強相

関エレクトロニクスに係わる研究テーマについて議論

を深めた。 
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４）ナノテクノロジー・材料・製造分野 
（Nanotechnology, Materials and Manufacturing） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General・ 

Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：金山 敏彦 

副研究統括：村山 宣光 

 

概 要： 

研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分野

の人事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本

部及び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括し

ている。研究分野間の融合を推進し、業務を実施して

いる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画室 

（Research Planning Office of Nanotechnology, 
 Materials and Manufacturing） 
 

所在地：つくば中央第2 

人 員：7名（6名） 

概 要： 

 ナノテクノロジー・材料・製造研究分野における研

究方針、研究戦略、予算編成及び資産運営に係る基本

方針の企画及び立案並びに総合調整に関する業務、研

究分野間の連携の推進、プロジェクトの企画及び立案

並びに総合調整に関する業務、経済産業省その他関係

団体等との調整に関する業務、研究統括及び副研究統

括が行う業務の支援に関する業務などを行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［ナノテクノロジー・材料・製造研究分野研究企画室］ 

  研究企画室長 吉田 勝 他 

 

業務報告データ 

・平成26年度分野重点化課題の選定と予算案の策定 

・nano tech2014への出展の取り纏め 

・国プロの立案に向けた総合調整 

・第3期研究戦略の平成26年度版への改訂 

・技術研究組合との各種調整 

 
②【ナノチューブ応用研究センター】 
（Nanotube Research Center） 

（存続期間：2008.4.1～） 

研究センター長：飯島 澄男 

副研究センター長：湯村 守雄 

副研究センター長：佐々木 毅 

 

所在地：つくば市東1-1-1 つくば中央第5 

人 員：21名（21名） 

経 費：1,007,448千円（464,413千円） 

 

概 要： 

 本研究センターではこれまで開発してきたカーボン

ナノチューブとグラフェンの用途開発を更に進め、我

が国の新たな産業創出に貢献すると共に、ナノチュー

ブ材料の国際標準化を目指す。さらに、ナノチューブ・

グラフェン材料を含むナノ構造体を対象とした超高性

能計測・分析技術の開発を推進し、物質の機能を原子

レベルで解析する低加速電圧透過型電子顕微鏡を開発

する。これらを通じて、世界をリードするナノカーボ

ン材料の総合研究センターとして、日本の産業を支え

る科学技術の開発を強力に推進する。 

 これまでの成果をもとに、企業と連携しカーボンナ

ノチューブとグラフェンの実用化・産業化を進める。

カーボンナノチューブの実用化・産業化・標準化、グ

ラフェン系ナノ材料の大量生産技術の開発・応用探索、

世界最高性能計測・分析技術の研究開発を推進する。 

具体的には、以下の研究開発を実施する。 

1) カーボンナノチューブの実用化・産業化・標準化

のための研究開発 

 スーパーグロース法や e－DIPS 法をもとに、産業

応用を実現する上で重要な低コスト大量生産技術を

開発し、単層カーボンナノチューブの用途開発を進

めることを目標とする。さらに、これらを企業と共

同連携し、製造メーカーと用途開発メーカーの間で

BtoB の流れの形成を促進し、カーボンナノチュー

ブ実用化・産業化の達成を目指す。また、カーボン

ナノチューブ産業の国際競争力強化の点から、カー

ボンナノチューブの品質評価法などの国際標準化を

進める。 

2) グラフェン系ナノ材料の研究開発 

 低温プラズマ CVD 法を用いて、グラフェンの工

業的な連続生産技術を確立し、フレキシブル透明導

電フィルム製造を実現する他、グラフェンの潜在的

応用分野の探索を進める。 

3) 世界最高性能計測・分析技術の研究開発 

 高次幾何収差および色収差を同時に補正する低加

速高性能透過型電子顕微鏡を開発し、空間分解能と、

エネルギー分解能の向上を目指す。また、ナノチュ

ーブ・グラフェン材料などの物理特性と欠陥やドー

パントなど原子レベルの構造との相関を解明すると

ともに、単分子・単原子からの発光を利用した超高

感度検出技術を開発する。 
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--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省「平成25年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構  

「短尺カーボンナノチューブの創製と CNT トランジス

タへの展開」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「低加速高感度電子顕微

鏡を用いた単分子・単原子計測技術の開発と物質現象・

生命現象の観察実験への応用」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「自己組織プロセスによ

り創製された機能性・複合 CNT 素子による柔らかいナ

ノ MEMS デバイス」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科研費補助金 

「DNA 単分子操作を目指した多層膜細孔の作成」 

「ナノチューブ近赤外発光を利用した次世代臨床検査シ

ステム」 

「高効率光電変換素子に向けたナノアンテナ構造の開発」 

「透過電子顕微鏡法による金属有機構造体およびその分

子内包複合構造の構造解析」 

「生体内分解可能なナノカーボンを用いた標的癌治療薬

剤の創製」 

「不規則構造内のリチウム単原子の電子分光によるその

場検出」 

「電子顕微鏡による分子の動的解析法の高速化」 

「励起子自由度を制限できる分子配列構造に基づいた光

学的機能の創出」 

「低温合成した窒素ドープグラフェンの局所領域におけ

る伝導機構の解明」 

「ナノチューブ近赤外発光を利用した次世代臨床検査シ

ステム」 

「電子顕微鏡内マニピュレーションによる低次元ナノ材

料の原子スケール力学特性評価」 

「高品位六方晶窒化ホウ素単結晶の創製と新たな機能発

現」 

「有機半導体分子の合成とナノ組織化による高効率光電

変換」 

「原子層の量子物性測定と新規物性探索」 

「複合原子層の界面特性理解と原子層デバイスへの応用」 

 

発 表：誌上発表66件、口頭発表143件、その他16件 

--------------------------------------------------------------------------- 
スーパーグロース CNT チーム 

（Super Growth CNT synthesis Team） 
研究チーム長：Futaba Don 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 画期的なカーボンナノチューブの合成法、スーパー

グロース法（水添加化学気相成長法）を開発し、基板

から垂直配向した単層カーボンナノチューブを高効率

に高純度で成長させることに成功している。 

 このスーパーグロース法に基づく量産基盤技術開発

を行い、「かつてない規模・価格での単層カーボンナノ

チューブの工業的量産」を目指している。より具体的

にはカーボンナノチューブ成長効率を高める炭素源・

温度・触媒賦活剤の開発、大面積合成技術や連続合成

技術開発などである。さらに、カーボンナノチューブ

には直径・長さ・結晶性・密度・カイラリティなど、

さまざまな構造の多様性を有するが、これらの構造が

各用途に適したものに調整されたカーボンナノチュー

ブの成長技術を開発する。さらにはこれらのすり合わ

せ合成技術の量産化検討を進める。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

CNT 用途開発チーム 

（CNT Application Team） 
研究チーム長：山田 健郎 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 カーボンナノチューブを用途で活用するためには、

その優れた性能を損なうことなく、分散･成形加工･複

合化する技術を開発して、部品・部材などに作り、デ

バイスに組み込む必要がある。特に当チームでは長尺

配向の特徴があるスーパーグロース法で作製した単層

カーボンナノチューブを中心に、その特長を活かした、

成形加工・微細加工・分散手法の開発を行っている。 

 これらの技術を活用して、カーボンナノチューブの

ポテンシャルを十分に引き出した、従来にない革新的

な機能を有する複合材料の開発及びその部材化、それ

らを組み合わせたデバイス開発、実用化研究にと取り

組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

流動気相成長 CNT チーム 

（Direct Injection Pyrolytic Synthesis Team） 
研究チーム長：斎藤 毅 

（つくば中央第4・第5） 

概 要： 

 直噴熱分解合成法（DIPS 法）を用いた単層カーボ

ンナノチューブ（CNT)の量産的合成技術および直径

制御合成技術を高度化することなどにより、単層 CNT
の特性を決定する構造パラメータである直径・長さ・

カイラリティ・結晶性にする合成・分離精製（一次構

造制御）技術開発を行う。さらに、単層 CNT を各種

応用に適した形態に加工するために薄膜化・パターニ
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ング・配向・紡糸といった二次構造制御の基盤技術開

発にも取り組みつつ、企業との共同研究を積極的に推

進し、社会的ニーズが高い省資源・低コスト製造プロ

セスであるプリンテッドエレクトロニクスデバイスを

はじめとした多方面に及ぶ実用化・産業化研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

高度機能 CNT チーム 

（Advanced Functional CNT Team） 
研究チーム長：岡崎 俊也 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  新規材料開発において材料特性を的確に評価する手

法は、組成、形状あるいは合成条件を最適化していく

上でなくてはならないものである。CNT 開発において

も、それは例外ではない。当研究チームでは、分光法

などを利用した新しい CNT 品質評価法や凝集状態評

価法の開発研究をおこない、CNT の高品質化に貢献す

る。また、CNT 実用化によって重要である、ナノ安全

性に資する評価法の開発もおこなう。そして、開発し

た手法の国際標準規格化を目指し、わが国の生産する

CNT の差別化をはかる。 

 また、CNT が、生体物質透過性が高い近赤外蛍光を

発するという稀有な光学的特性を持つことに着目し、

近赤外蛍光標識としての用途開発をおこなう。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

グラフェン材料チーム 

（Graphene Team） 
研究チーム長：長谷川 雅考 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 グラフェンおよびナノ結晶ダイヤモンド薄膜（ナノ

ダイヤ薄膜）を中心としたナノ材料コーティング技術

の開発および構造、物性、機能等の評価解析を行うこ

とにより、機械的機能あるいは化学的・電気的機能に

優れ、環境に適合するコーティング製品を開発するこ

とを目的としている。 

 気相化学蒸着法（CVD）による高品質なグラフェン

の大面積・低温形成技術を開発するとともに、ロール

TO ロール合成法などの量産技術の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

カーボン計測評価チーム 

（Nano-Scale Characterization Team） 
研究チーム長：越野 雅至 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 カーボンナノチューブやフラーレン、グラフェンな

どのナノカーボン物質の多様な構造を正確に把握し、

そこで生じる特異な物理・化学現象の実験的検証を進

めることは、ナノカーボンの科学の探求と画期的な応

用法の確立の両面において、極めて重要な課題である。 

超高感度電子顕微鏡装置開発を通じ、これまで困難で

あったナノカーボン材料における原子レベルでの元素

同定や構造解析法を実現する。それとともに、これら

評価技術を駆使した新たなナノカーボン材料のナノス

ペース科学の構築とその応用を目指した研究開発を行

う。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］半導体型単層カーボンナノチューブを

選択的に合成する技術開発 

［研究代表者］Futaba Don 
（スーパーグロース CNT チーム） 

［研究担当者］Futaba Don、畠 賢治、湯村 守雄、 

桜井 俊介、Shisheng Li、山田 真保、

中村 紘子（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体型の単層 CNT は、その高い移動度などから、

トランジスタ材料として期待を集めている。しかし、半

導体型単層CNTと金属型単層CNTの構造の違いはわず

かであり、これまでの単層 CNT 合成技術では半導体型

CNT と金属型 CNT の作り分けがとても困難であった。 

 単層CNTの合成法として幅広く用いられているCVD
法では、基材に付着させた金属触媒微粒子に炭化水素ガ

スを供給して CNT を成長させる。今回、成長する CNT
の構造との関係が強い金属触媒微粒子の構造に着目し、

これを CNT の成長前に炉内のガス雰囲気で調整する方

法を考案した。 

 具体的には、制御された微小量の水分と水素の混合ガ

スを鉄触媒の微粒子に供給することで、触媒の状態を調

整した。混合ガスに含まれる水分・水素量の調整により、

触媒粒子の活性を最適化することで、最大で98%の高い

選択率で半導体型単層 CNT を合成できた。この選択率

は、半導体型単層 CNT 選択的合成技術の中で最高の値

である。一方、高い選択性が得られる条件においては、

成長する CNT の収量が著しく減少するという傾向が観

測された。このことから、水分によって鉄が酸化され、

触媒の活性が低下した条件でのみ、成長選択性が発現す

ることを示唆された。 

これまでのCNTを用いた電界効果トランジスタでは、

混在した金属型 CNT による回路のショートを防ぐため

に100µm 程度のチャネル長が必要であった。そこで、今

回合成した CNT を用いたトランジスタを試作したとこ

ろ、5µm という短いチャネル長でも、オン／オフ比

10,000以上、移動度17cm2/Vs、オン電流1.3S/m と、従

来技術による CNT 電界効果トランジスタを大きく上回

る特性を示した。 

 今後は、半導体型単層 CNT の成長選択性を維持しな
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がら、より高収量・高密度に合成する技術開発を進め、

将来的には高集積フレキシブル回路の実現や、次世代

LSI 材料への応用を目指す。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、合成、トランジ

スタ 

 

［テーマ題目２］スーパーグロース CNT の実用化検討

用途開発研究 

［研究代表者］山田 健郎（CNT 用途開発チーム） 

［研究担当者］山田 健郎、畠 賢治、関口 貴子、 

小橋 和文、阿多 誠介、友納 茂樹、

田中 文昭、 

LASZCZYK Karolina Urszula、 

鈴木 瑞明、藤井 美智子、彦坂 理恵、

三浦 湖波（常勤職員4名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

カーボンナノチューブ（CNT）特にスーパーグロース

法によって製造される単層 CNT を用い、その長尺、高

純度と言った特徴を駆使した、新しい単層 CNT の部材

開発を行い、用途開発へとつなげることを目的としてい

る。たとえば、ゴム材料にスーパーグロース法で合成し

た長尺の単層 CNT を均一に複合化 することにより、ゴ

ムの性質を維持したまま、導電性を付与することに成功

した。さらに、ゴムをナノメートルレベルの精度で金型

成形できる単層CNTとフッ素ゴムのCNTゴム複合材料

の開発に成功し、従来のゴムでは不可能であった、ゴム

の精密加工、表面加工を可能とした。 
また、スーパーグロース法で合成された単層 CNT と

銅との複合化にも成功し、高い電流を流す炭素材料の特

徴と、低い抵抗値を有する銅の特徴を併せ持ち、銅と同

程度の抵抗値を持ちつつ銅の100倍電流を流せる、CNT
銅複合材料の開発にも成功した。 
これら長尺、高純度の単層 CNT のポテンシャルを十

分に引き出し、従来にない革新的な機能を有する部材の

開発やそれらを用いたデバイス開発を通じ、CNT の実用

化研究を展開している。 
［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、スーパーグロー

ス、CNT 複合材料、CNT デバイス 

 

［テーマ題目３］DISP 法による超高品質単層カーボン

ナノチューブの量産技術と材料加工技術

開発およびその応用探索 

［研究代表者］斎藤 毅（流動気相成長 CNT チーム） 

［研究担当者］斎藤 毅、桒原 有紀、八名 純三、 

柴田 怜那、清宮 維春、平井 孝佳、

二瓶 史行、沼田 秀昭、大森 滋和、 

小林 明美、大和田 貴子、橋本 裕、 

星 和明、佐藤 雄己、佐々木扶紗子 

（常勤職員2名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では単層カーボンナノチューブ（CNT）を高効

率低コストで大量に製造可能なプロセスである直噴熱分

解合成法（DIPS 法）の高度化開発と、この合成プロセ

スで得られる超高品質単層CNTの直径を制御する技術、

短尺化あるいは長さ分級等で長さを制御する技術、金属

型・半導体型に分離精製する技術、薄膜・インク・線材

などに加工するための基盤技術および単層 CNT の産業

応用探索を行っている。平成25年度における進捗を以下

に述べる。 

 DIPS 法では炭素源およびキャリアガスの種類、濃度、

触媒および助触媒組成、反応温度など制御によって、単

層CNTの平均直径、層数などCNT形状を作り分ける（こ

れを eDIPS 法という）ことが可能である。また反応温度

が1000℃以上と比較的高温であるため、合成される CNT
の結晶性は CVD 法で合成されるものとしては極めて高

いという特徴を有する。このような高品質の単層 CNT
は大学や研究機関、企業などで行われる研究開発を加速

して CNT の実用化実現を支援することが期待できる。

平成25年度は、eDIPS 法において用いる炭素源としてメ

タンを用い、その反応条件を詳細に検討することにより、

二層 CNT 合成の選択率を制御することができることを

見出した。また研究開発用試薬としての高品質の単層

CNT上市の実現を目指し、これまでに行ってきた eDIPS
法合成に関する研究成果・知見を整理して重要な技術に

関して特許やノウハウとして登録した。さらにこれらを

複数の企業に対して技術開示を行い、併せて企業での

eDIPS 法合成の技術移転を目的とした共同研究を行っ

た。平成25年12月にそのうちの1社との共同研究により

eDIPS 法単層 CNT の販売を目的として工業生産プラン

トの開発に成功し、平成26年2月から上市された。 

 本研究で得られる知見を用いて、今後省エネルギー、

かつ低コストで製造することができる電子デバイス製造

技術であるプリンテッドエレクトロニクスに適する単層

CNT インク材料の創成に向けて研究をさらに展開する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、CVD、印刷技術、トラン

ジスタ 

 
［テーマ題目４］実用化に向けた CNT 評価法開発およ

び CNT 近赤外蛍光標識開発 

［研究代表者］岡崎 俊也（高度機能 CNT チーム） 

［研究担当者］岡崎 俊也、湯田坂 雅子、張 民芳、

都 英次郎、丹下 将克、飯泉 陽子、 

Mei Yang、森本 崇宏、境 恵二郎、 

生田 美植、高野 玲子、巽 かおり、

永好 けい子、深田 伸介 

（常勤職員4名、他10名） 

［研 究 内 容］ 
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 CNT の長さは、直径やカイラル角と同様、CNT の特

性に重大な影響を及ぼすパラメータのひとつである。こ

れまで CNT の長さを測定する方法は、顕微鏡観測など

によって、一本一本数え上げる、時間および労力のかか

る方法しかなかった。我々は、赤外吸収スペクトルの

CNT 長さ依存性やキャリア密度依存性などの測定から、

その吸収ピークの起源がプラズモン共鳴によるものであ

ることを明らかにし、測定ピーク位置から CNT 長さの

見積もることに成功した。また、本測定で得られる CNT
長さは CNT 中の欠陥に敏感で、CNT の品質評価にも使

用できることを明らかにした。 

また、ナノカーボンの産業化に資するナノ安全計測手

法を開発する目的で、カーボンナノホーンの動物体内分

布、排出、分解、あるいは、細胞内分布を調べる手法を

確立させた。実際にカーボンナノホーンを血中投与や経

口投与して、計測したところ、血中投与では、体外排出

量約15%。体内分解量25%であることがわかり、手法の

有効性を確認できた。経口投与では100%排出された。細

胞内分布ではマクロファージのリソソームに蓄積される

ものの、動物実験・細胞実験とも毒性は低かった。今後

は長期毒性試験が必要になると思われる。 

さらに、CNT と抗体とを結合させた近赤外蛍光ラベル

を開発し、CNT 蛍光ラベルをもちいた臨床検査を目指し

た免疫沈降反応に成功した。このことにより、免疫検査

応用に向けた実用化の可能性を示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、品質評価、分光、

臨床検査、ナノ安全 

 

［テーマ題目５］グラフェン系ナノ材料の研究開発 

［研究代表者］長谷川 雅考（グラフェン材料チーム） 

［研究担当者］長谷川 雅考、石原 正統、 

山田 貴壽、沖川 侑揮、川木 俊輔 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

① 高品質・大面積グラフェンの形成技術開発 

 当センターで開発したマイクロ波プラズマ CVD を

用いた低温・大面積・短時間グラフェン合成技術をさ

らに発展させた。グラフェンの結晶核発生密度と成長

速度の精密制御により、高品質グラフェンを短時間で

合成する手法を開発し、移動度1000cm2/Vs 以上を達成

した。グラフェンの層数制御性も格段に向上した。並

行して銅箔基材からのグラフェンの剥離・転写法を高

度化した。これらの成果をもとに A4サイズ大面積高品

質グラフェン透明電極の試作を行った。 

② ナノダイヤコーティングの用途開発 

 ナノ結晶ダイヤモンド薄膜を利用した用途として、

機械部品の無潤滑トライボコーティング、精密切削工

具用保護膜、放熱用デバイス基板の開発を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］グラフェン、ロール TO ロール成膜、ナ

ノ結晶ダイヤモンド薄膜、マイクロ波プ

ラズマ CVD、トライボロジー、切削工具、

放熱用デバイス基板 

 

［テーマ題目６］世界最高性能計測・分析技術の研究開

発 

［研究代表者］末永 和知（首席研究員） 

［研究担当者］末永 和知、佐藤 雄太、劉 崢、 

越野 雅至、千賀 亮典、OviduCRETU、 
YungChan Lin、新見 佳子、 

佐藤 香代子、齋藤 昌子 

（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブ応用のための要素技術開発とし

て、超高感度電子顕微鏡装置開発を通じ、これまで困難

であった新炭素系物質における原子レベルでの元素同定

や構造解析法を実現する。特に単分子・単原子レベルで

の計測･分析技術を確立させるためには電子顕微鏡のさ

らなる高分解能化・高感度化が必要である。それには電

子光学系の革新的発展、検出器の高効率化、装置環境の

高安定化などの基礎的技術開発に加え、用途に応じた電

子顕微鏡の多機能化が必要となる。それとともに、これ

ら評価技術を駆使した新炭素系物質のナノスペース科学

の構築とそれを制御した新機能発現とその応用を目指し

た研究開発を行う。 

 また、化学反応の素過程の観察や単分子の構造解析な

ど化学・生物分野への電子顕微鏡解析手法の展開を図る。

新しい収差補正技術の確立や試料作製技術などの発展に

も貢献する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］電子顕微鏡、収差補正、欠陥構造、ピー

ポッド、内包フラーレン、光学測定 

 

③【集積マイクロシステム研究センター】 
（Research Center for Ubiquitous MEMS and Micro 
  Engineering） 

（存続期間：2010.4.1～） 
 
研究センター長：前田 龍太郎 
副研究センター長：廣島 洋、伊藤 寿浩 
 
所在地：つくば東 
人 員：23名（23名） 

経 費：740,932千円（349,017千円） 

 
概 要： 

 本ユニットでは情報技術分野に必要とされる、微細

加工を利用したマイクロデバイスに関する研究開発お

よびその分野に関連する人材を養成することをミッシ
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ョンとする。 

 経済産業省では現在つくばにナノテク拠点（つくば

イノベーションアリーナ-Nano）計画を進めている。

MEMS 分野はこの中で6つのコア領域のうち、主要な

分野と位置付けられている。この拠点化構想において

産総研は、精密機械工業と情報産業、装置ベンダー、

材料メーカーを融合した業界とのオープンイノベーシ

ョン拠点形成を目指す。つくば拠点におけるナノエレ

クトロニクス等半導体、カーボン系の新材料等の研究

ユニットとの連携を強化し、我が国の自動車や情報家

電、健康医療デバイス等の競争力を強化する。MEMS
技術の実証の場として、クリーンルームやデータセン

ター、およびコンビニでの省エネを行ってきたが、さ

らに平成25年度は生産計測技術研究センター等と連携

し、上記に加えて農業・畜産での MEMS 技術による

センサシステム実証実験等を実施した。 

 産業界と連携して MEMS デバイスの量産技術の開

発および集積化MEMS試作環境の整備を行ってきた。

同時に環境に対して優しくコストの低いグリーンフレ

キシブル微細加工、および大面積ナノ製造技術を開発

し、さらにそれらを使ったユビキタス電子機械システ

ム、特にユビキタスグリーン見守りシステムや国民の

安全安心や先端医療に資するユビキタスシステムの開

発を行ってきた。 

これらの研究開発に加え、MEMS 試作ファウンドリ

サービス・人材育成による産業化促進等の共通基盤技

術により、第3期中期計画の達成を図ってきた。 

平成25年度は、ナノテクノロジー・材料・製造分野

の重点課題として位置づけられた下記の2つの重点課

題を中心として研究を推進してきた。 

◆第3期加速のための重点化課題 

・高集積・大面積製造技術の開発 

光学機能、表面機能、生体適合性などの様々な特性

を有するナノ構造を、大面積、高生産性、低環境負

荷で製造するナノ構造形成技術と、それら異種の特

性を有したナノ構造体と MEMS や半導体を融合す

るための集積化製造技術を開発することにより、産

業競争力の強化と生産活動における環境負荷の低減

に貢献する高集積マスプロダクション技術の開発を

行ってきた。平成25年度は特に大面積の MEMS 作

製に対応可能な低温低加圧プロセスによる接合プロ

セスおよびインプリントプロセスの高度化を図り、

自己組織化膜およびメッキプロセスによる低コスト

の金属パターン形成技術を開発した。また、MEMS
を布状基材に埋め込むファブリック MEMS による

大面積 MEMS センサの開発を行った。 

◆第3期推進のための重点化課題 

・ユビキタス電子機械システムの開発 

バイオ、化学、エネルギーなど異分野のデバイスを

融合・集積化した MEMS デバイスを製造するため

の技術ならびに低消費電力かつ低コスト MEMS コ

ンポーネント製造技術を開発し、安全安心や省エネ

ルギー社会実現に資するユビキタスマイクロシステ

ムを開発してきた。 

平成25年度は、無線センサ端末の感度向上と低コス

ト製造のためのフレキシブルな MEMS コンポーネ

ント加工技術を開発した。新たな多値化技術により

微弱電波通信距離を2倍以上にすることが可能な通

信 LSI と、MEMS 電力センサを開発し、小型の通

信機能付きセンサチップを試作した。製造現場等の

消費エネルギーを10%削減するため「省エネ対策の

個別性」を考慮した電力プロファイリングシステム

を開発した。具体的には環境データを多点で観測す

ることで、消費電力のムダを適切に判断し、必要な

省エネ対策を明らかにできるシステムを試作した。 

さらに平成25年度は特に安全安心分野に関し、農

業・畜産におけるモニタリングシステムとしてのラ

イフインタフェースシステムに関し検討を加速した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 
 分野重点課題「高集積・大面積製造技術の開発」 

 分野重点課題「ユビキタス電子機械システムの開発」 

 分野加速課題「微細成形機能集積化製造プロセスに

関する調査研究」 

 研究組合連携インセンティブ（NMEMS 技術研究機

構）「グリーンセンサ・ネットワークシステム技術開発」 

 戦略予算「MEMS センターの試作装置整備」 

 中小企業共同研究スタートアップ事業「情報通信向

けウェアラブルレーザディスプレイ」 

 
外部資金： 
独立行政法人日本学術振興協会 
最先端研究開発支援プログラム「フォトニクス・エ

レクトロニクス融合システム基盤技術開発」 
最先端研究開発支援プログラム「マイクロシステム

融合研究開発」 
  科学研究費補助金（特別研究員奨励費）「グリーンア

プリケーションのために繊維状基材連続微細加

工技術の開発」 

科学研究費補助金（基盤研究(A)）「牛消化器疾病早

期摘発のための無線ルーメンセンサ・ネットワー

クシステムの開発」 

  科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究）「ソーレ効果を

活用したガス分離用マイクロ流体デバイスの開

発」 

科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究）「耳内部血管流

における左右非対称性の検証」 

  科学研究費補助金（基盤研究(A)）「無線通信による

熱中症予防支援システムの構築と被服環境デザイ

ンの最適化」 
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  科学研究費補助金（基盤研究(C)）「圧電素子の積層

化による振動発電装置の高出力化に関する研究」 
科学研究費補助金（若手研究(B)）「Wakeup による

圧電 MEMS 用 PZT 薄膜の圧電特性向上」 

 
独立行政法人科学技術振興機構 

  戦略的創造研究推進事業 CREST“超高速ナノイン

プリントリソグラフィ技術のプロセス科学と制

御技術の開発”「超高速ナノインプリントリソグ

ラフィ－高スループット－」 

  復興促進プログラム（マッチング促進）「無反射ナノ

構造体による撮像用マイクロレンズの製造技術

開発」 

  研究成果展開事業【研究成果最適展開支援プログラ

ム(A-STEP)】ハイリスク挑戦タイプ（復興促進

型）「ナノ構造体による高機能防曇ゴーグルの開

発」 
  研究成果展開事業【研究成果最適展開支援プログラ

ム(A-STEP)】(本格研究開発)【ハイリスク挑戦】

「8インチ基板を用い、安全性を強化した高反

応・高吸収効率 MEMS フローリアクターの高精

密製作量産化技術の開発」 
 
発 表：誌上発表113件、口頭発表113件、その他29件 
--------------------------------------------------------------------------- 
グリーンナノデバイス研究チーム 
（Green Nano Device Research Team） 
研究チーム長：廣島 洋 

（つくば東） 
概 要： 

 MEMS 作製においては、通常、光リソグラフィによ

りマイクロメートル程度のマスクパターンを形成し、

後段のプロセスが行われる。ナノインプリントは低コ

ストでグリーンなリソグラフィであり、ナノメートル

級のパターン形成が行えるほか、任意の断面形状のパ

ターンを直接形成可能である。このナノインプリント

技術を高度化し、MEMS 作製に適用することで

MEMS の低コスト化、高性能化への展開を図る。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３、テーマ題目

５、テーマ題目８、テーマ題目10、テーマ

題目16 

 

ヘテロ融合研究チーム 

（Hetero Convergence Team） 
研究チーム長：松本 壮平 

（つくば東） 
概 要： 

 インフラや環境のモニタリング、ヘルスケアなどの

応用領域に適応する MEMS デバイスに求められる新

しい微細加工技術・デバイス技術を実現するため、異

分野技術との融合を進め、MEMS 技術の拡張を図る。

具体的には、3次元微細構造やマルチスケール構造を実

現する微細加工技術、これらと流体・物質との相互作

用に基づくデバイスの構築とシミュレーション技術を

中心に研究開発を実施する。長期的には、これらの融

合によりユビキタスマイクロシステムにおける化学・

物理センサ機能、エネルギー変換機能等を有するマイ

クロデバイスの実現を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４、テーマ題目５、テーマ題目６、テーマ

題目８、テーマ題目９、テーマ題目11 

 

大規模インテグレーション研究チーム 

（Large Scale Integration Research Team） 

研究チーム長：高木 秀樹 

（つくば東） 

概 要： 

 高機能で高付加価値なシステムを実現するため、異

種デバイスおよび異種材料の集積化技術の開発を進め

ている。そのために、表面の平坦化と活性化処理を用

いた低ダメージ接合技術の開発を行っている。平成25

年度は Ne ガスのビームを用いることにより、ウェハ

表面を平坦化しつつ常温での接合を実現する技術を開

発した。また、金属の微細パターン表面の平坦化と、

表面張力を利用したセルフアセンブリによる高精度位

置決めを用いて、多数のチップを一括でウェハ上に接

合するプロセスを開発した。さらに、半導体製造プロ

セスに比べて装置コストが遥かに小さく且つ高い生産

性を有する、射出成形をはじめとする微細成形技術を

MEMS 製造に適用するための開発を進め、導体パター

ンの形成にメッキプロセスを適用することにより、デ

バイスの長寿命化に成功している。微細ナノ構造によ

る各種表面機能の実現では、反射防止機能および表面

の親水化機能を活用した製品の開発を、民間企業と共

同で推進した。また、これらの加工技術を利用して宇

宙での利用を想定したデバイス開発をJAXAと共同で

進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３、テーマ題目

４、テーマ題目５、テーマ題目８、テーマ

題目17、テーマ題目18  

 

ネットワーク MEMS 研究チーム 

（Networked MEMS & Man-Machine Science 
  Researech Team） 
研究チーム長：一木 正聡 

（つくば東） 
概 要： 

 通信機能を有するセンサ端末であるセンサネットワ

ーク等を駆使して環境センシングやエネルギー消費最

適化等を行う技術や、人間・生体の健康管理、安全安
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心のための自然・人工物のモニタリング技術を開発す

るとともに、製造技術の省エネルギー化やグリーン化

を推進するため、ユビキタス電子機械システムの開発

を行っている。 

 具体的には、物理量や化学量センサ、発電機能素子

など異分野融合デバイスを統合した数 mm 角程度の

通信機能付きセンサノードチップを実現するための要

素・集積化・実装技術の開発を行うとともに、上記の

センシング・モニタリングシステムの開発を進めてい

る。また見守りシステムに応用可能なヒューマンイン

ターフェースの調査・開発研究を進めている。実証試

験として、コンビニエンスストアにおける電力消費モ

ニタリングを行い、データの収集環境の整備を行った。 

 さらに、これらのデバイス・システムの社会へ実装

を推進するため、オープンイノベーション拠点として

の TIA（つくばイノベーションアリーナ）-N-MEMS
拠点の立ち上げ・充実化・運用を主導するとともに、

この中で大学・企業等との連携を積極的に進めるため、

人材育成サービスプログラムおよび MEMS ファウン

ドリシステムの充実化を図っている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４、テーマ題目５、テーマ題目６、テーマ

題目８、テーマ題目10、テーマ題目12、テ

ーマ題目13、テーマ題目14 

 

ライフインターフェース研究チーム 

（Life Interface Research Team） 
研究チーム長：亀井 利浩 

（つくば東） 
概 要： 

ライフサイエンスの最前線は、分子生物学的な手法

による、核酸、たんぱく質など生体分子の構造・機能

の解明から、様々な生体分子が高度に組織化されたシ

ステムとしての細胞や生命体を理解する方向にシフト

している。このような文脈の中で微小電子機械システ

ム（MEMS）、マイクロ流路技術、および半導体集積

回路は、並列動作・処理、小型性、三次元加工、試薬

消費量の低減、分析の高速化等の特徴により、今後、

Point-of-Care 診断、創薬、再生医療、個別化医療を革

新し、少子高齢化社会を迎える我が国において、生活

の質を維持しながら、医療費を削減できる技術として

期待されている。これを実現するために、明確な出口

イメージを描きながら、シリコンフォトニクス、マイ

クロ流路、圧電 MEMS 技術など、異なる専門分野を

融合し、システムレベルでの設計・動作・性能の最適

化を図っていく。また、ライフサイエンス分野では、

産業界、大学、公的研究機関等、産総研内外の研究人

材を積極的に糾合していくことがイノベーションにと

って特に重要であるため、MEMS 共用施設の活動の一

翼を担うことによって、ライフイノベーションを実現

することを目指す。 
研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

５、テーマ題目７、テーマ題目８、テーマ

題目15、テーマ題目19 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高集積・大面積製造技術の開発 

［研究代表者］廣島 洋 

（グリーンナノデバイス研究チーム） 

［研究担当者］廣島 洋、高木 秀樹、亀井 利浩、 

栗原 一真、魯 健、倉島 優一、 

       銘苅 春隆、尹 成圓、高松 誠一、 

       鈴木 健太、前神 有里子 

（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究では、高機能で安価かつ大面積での MEMS
製造技術を開発することを目指している。具体的には、

100nm より微細な3次元構造体をメートル級の大きさに

わたり、低コストかつ低環境負荷で、レジストや金属メ

ッキ構造体、多結晶シリコン材料等を用いて MEMS を

量産するための基盤技術を開発する。 

射出成型による表面ナノ構造形成技術をスイミングゴ

ーグルに適用する研究開発を開始した。凹凸構造によっ

て濡れ性が向上する Wenzel 理論を利用することで、従

来の塗工工程による防曇膜に比べ、飛躍的な防曇性能お

よび耐久性の向上が見込まれる。 

低温接合プロセスの開発において、表面活性化処理に

Ne イオンビームを用いることにより、Si ウエハ表面の

平坦性を向上し接合部の歪みを低減するプロセスを開発

した。これにより、プロセスウィンドウが拡大され大面

積 Si ウエハにおいても信頼性のある接合が実現され、デ

バイス性能の向上が期待できる。 

大面積 MEMS デバイスとして12インチ Si ウエハに微

細貫通スリットを形成後、Si ウエハを湾曲させ、複数枚

組み合わせる MEMS-X 線望遠鏡デバイスの開発に取り

組んでいる。Si ウエハを回転させながらメッキすること

で回転対称性良く Si ウエハを湾曲できることを確認し

た。 

メモリやセンサなどの3次元実装の高密度化に伴い、

10µm 以下の配線形成が求められている。光反応型のブ

ロック共重合型ポリイミドの光熱併用インプリント手法

を用いて銅／ポリイミド積層配線の作製を試み、従来手

法では困難な5µm 幅の銅／ポリイミド積層配線の形成

に成功した。 

高齢者の見守りなどに用いるための圧力センサアレイ

を開発している．従来の静電容量センサでは靴着用時に

位置検知が困難になるという問題があったが、糸と糸が

交差する場所のコンデンサ容量の変化を検知する方式を

採用することで、よりその様な場合にも安定して位置検

知が可能な大面積圧力センサアレイを開発した。 

このほか、蛍光検出素子の励起光源の実装技術として、
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端面発光レーザーダイオード（LD）のウェハーレベルパ

ッケージング技術の開発を行った。45°ミラーを有する

貫通キャビティウェハと貫通配線を有するガラス基板を

微小な LD（250µm×350µm）のキャビティ構造への接

合に成功し貫通配線経由の電流注入による LD の発光を

確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］MEMS 製造ライン、人材育成事業、大面

積インプリント、ポリマーMEMS 
 
［テーマ題目２］ユビキタス電子機械システムの開発 

［研究代表者］伊藤 寿浩（副研究センター長） 

［研究担当者］伊藤 寿浩、松本 壮平、池原 毅、 

張 毅、小林 健、岡田 浩尚、 

鈴木 章夫、森川 善富、井上 朋也、

高田 尚樹、松本 純一、山下 崇博 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 ファイバー型 MEMS コンポーネント製造技術に関し

て、異種材料電極によるセンサ作成技術および従来比約

10倍の高スループット低コスト露光プロセスを開発した。

具体的には、外径最小100mm の樹脂ファイバー表面に

複数種類の金属電極パターンからなるセンサデバイスを

作成する技術を開発した。また、50mm×20mm×50mm
のポリイミド被覆パーマロイ基材の周囲に、低コスト製

造プロセスであるスクリーン印刷とマスクレスめっき技

術によりコイル構造を形成し、フレキシブル性を備えた

薄膜型クランプ式消費電力センサ端末を開発した。 

周波数と拡散符号を用いた多値化技術により、微弱電

波通信距離を2.7倍にし得る超低消費電力無線センサネ

ットワーク用通信 LSI と、MEMS 技術を用いたフレキ

シブル電力センサ、及び3.9mm 角の世界最小の通信機

能付き温湿度センサチップを実現した。 

子牛の呼吸器系疾患早期検出のための装着型センサ端

末の開発において、安定して体温の計測ができる見込み

のある牛の尾根部に、センサを取り付けるため、フレキ

シブル基板を用いて牛の尾に巻き付けて装着することが

可能な無線センサ端末を開発した。この端末の有効性の

検証を行うために、共同研究機関である動物衛生研究所

に お い て 、 子 牛 に 端 末 を 取 り 付 け 、 肺 炎 試 験

（Mannheimia haemolytica を接種した感染実験）を実

施した。その結果、実験肺炎に伴う体温上昇をよく反映

するデータが取得でき、その有効性を実証することがで

きた。 

 920MHz－2チャンネル借電型クランプセンサを新た

に開発・試作し、所内クリーンルーム等で実用性を検証

することができた。小規模店舗の省エネ設計に向けて電

力プロファイリングを高度化し、店舗間や温度－電力比

較結果を出力する各店舗の省エネカルテを生成できるよ

うにした。環境データを多点で観測することで、消費電

力のムダを“機能／電力”の観点より判断し、必要な省

エネ対策を明らかにできるシステムを試作し、社会実験

によりその有用性を検証した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］無線センサネットワーク、電力モニタリ

ングシステム、ヒューマンインターフェ

ース、マイクロ流体、化学合成、流体シ

ミュレーション 

 

［テーマ題目３］微細成形機能集積化製造プロセスに関

する調査研究 

［研究代表者］松本 壮平（ヘテロ融合研究チーム） 

［研究担当者］松本 壮平、高木 秀樹、栗原 一真、

倉島 優一、張 毅、高松 誠一、 

山下 崇博、一木 正聡、亀井 利浩、

池原 毅、鈴木 章夫（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体製造技術を基盤とする電子デバイスの一種とし

ての MEMS 技術が成熟に向かいつつある一方、今後の

重点分野である健康や社会インフラモニタリング等への

応用においては、従来とは異なるアプローチにより、柔

軟性・耐久性・大面積といった特性を実現可能な新しい

MEMS 技術の重要性が高まっているといえる。こうした

新規微細加工技術として、微細成形製造プロセス、繊維

状基材に対する微細加工技術およびこれに基づくテキス

タイル系デバイス集積化技術等に着目し、これらの実用

化に向けた高度化と応用開拓の取り組みを加速するため

の予備的な試作評価と動向調査を中心とする調査研究を

実施する。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］MEMS、成形技術、ポリマー、繊維状基

材、テキスタイルデバイス 

 

［テーマ題目４］グリーンセンサ・ネットワークシステ

ム技術開発 

［研究代表者］前田 龍太郎（研究センター長） 
［研究担当者］前田 龍太郎、伊藤 寿浩、高木 秀樹、

池原 毅、張 毅、小林 健、魯 健、

岡田 浩尚（常勤職員7名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 NEDO「グリーンセンサ・ネットワークシステム技術

開発プロジェクト」において、技術研究組合 NMEMS
技術研究機構とともに、グリーンMEMSセンサの開発、

無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセン

サ端末の開発を行うとともに、システムの実証研究とし

てスマートコンビニ実現に向け、プロトタイプセンサを

用いて実証のためのデータ分析・プロファイリングシス

テム開発を実施した。 

 具体的には、次のような成果が得られた。（1）電流磁

界センサ：平均21µW で動作するクランプ型電流セン
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サおよびこれを用いた20mm x 50mm の電流センサ

端末を試作。2）塵埃センサ：クラス10万の検出感度で

20mm x 50mm の塵埃センサの実現、平均消費電力

100µW の無線センサ端末の見通し。（3）CO2濃度セン

サ：従来技術に比べ消費電力を約3桁低減、平均消費電

力100µW の無線センサ端末化の見通し。（4）VOC 濃

度センサ：20mm x 50mm x 10mm、平均消費電力100µW
のセンサモジュールを実現。（5）赤外線アレーセンサ：

間欠駆動に適した温度検出アルゴリズムにより、サイズ

20mm x 50mm、平均消費電力100µW を実現。 

 グリーンセンサ端末の開発では、DSC と EDLC から

構成される超小型高効率低照度環境向け自立電源の研究

開発を進め、外形寸法2cm×5cm（実効発電面積7.75cm2）

の自立電源（3V 出力型、4セルモジュール）を開発し、

蛍光灯500ルクス環境下にて無線送信時に約130µW の平

均出力である事を確認した（平均発電量は170µW 程度）。

また、1.8V 出力型自立電源（外寸2cm×5㎝）の開発も

進め、蛍光灯500ルクス環境下にて無線送信時に100µW
～120µW の平均出力である事も確認した。また端末エネ

ルギーマネージメント回路を開発において、端末エネル

ギーマネジメント回路を搭載した端末用LSIと太陽電池

を接続した自立電源モジュールを試作し、性能目標値（端

末起動時間を、従来技術比1/100以下、典型的な負荷変動

に対し、出力電圧変動10%以内）の達成を確認した。 

また、無線グリーンセンサ端末機能を低コストかつフ

レキシブルに集積化するために、キャパシタを内蔵する

シリコンインターポーザーを開発し、無線モジュールへ

適用した。機能検証のため無線モジュール試作を実施、

試作の中で内蔵キャパシタと TSV の共存構造を実現す

るためのプロセス課題を抽出・改善しプロセスを確立し

た。 

 超低消費電力無線通信技術の開発では、前年度開発し

た直交信号と拡散符号を用いた M 値周波数偏移変調

（MFSK）を実現するカスタム LSI を実装した無線送信

器と受信器を試作し、センサからグリーンセンサコンセ

ントレータまでの通信が可能であることを実証した。 

 スマートコンビニ実証に関して、無線センサによる測

定データを活用した「電流の見える化による電力消費の

ムダの抽出」、「環境センサによる室外機の環境温度、店

内温度、ウォークインドアの開閉の店舗間比較と消費電

力量を合わせて考慮することによる消費電力量のムダ把

握」により消費電力量を削減した。また、これまでの成

果を店舗毎の「省エネカルテ」としてまとめるとともに、

920MHz 店舗環境センサ店舗への実装（1,100端末）と、

GCON（グリーンコンセントレータ）等を活用した3G
回線経由でセンサデータを取得できるシステムを構築し、

店舗内の詳細な環境データの取得を可能にした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］MEMS センサ、無線センサ端末、センサ

ネットワーク、低消費電力化、大規模実

証実験、省エネルギー 

 

［テーマ題目５］MEMS センターの試作装置整備 

［研究代表者］前田 龍太郎（研究センター長） 
［研究担当者］前田 龍太郎、伊藤 寿浩、廣島 洋、

高木 秀樹、松本 壮平、一木 正聡、

池原 毅、小林 健 

（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 集積マイクロシステム研究センターでは MEMS の試

作環境として、つくばイノベーションアリーナ

（TIA-nano）による8/12インチウェハによる量産試作ラ

インと、4インチウェハを中心とする研究試作ラインを整

備している。このうち4インチウェハ研究試作ラインでは、

マスクアライナおよびステッパのリソグラフィー設備が

老朽化し、修理も年々困難になっている状況であった。

リソグラフィー設備は、一連の MEMS 試作プロセスに

おいてもっとも使用頻度が高く、キーになる工程である

ためこれらの整備は喫緊の課題であった。 

 本戦略課題においては、4インチの研究試作環境におけ

る上記の課題を解決するため、マスクアライナ装置とマ

スクレス露光装置を導入するとともに、リソグラフィー

を中心に関連する設備の整備を行った。新規マスクアラ

イナは、露光の光学系およびマスクとウェハのコンタク

ト法の改善により、高い分解能と深い焦点距離を両立し、

既存のステッパと同等の線幅での描画を実現している。

マスクレス露光装置は、MEMS の試作でしばしば発生す

るマスクの手直しに迅速に対応可能であり、研究試作の

効率向上に大きく貢献する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］MEMS、4インチウェハライン、マスク

アライナ、マスクレス露光装置、リソグ

ラフィー 

 

［テーマ題目６］情報通信向けウェアラブルレーザディ

スプレイ 

［研究代表者］松本 壮平（ヘテロ融合研究チーム） 

［研究担当者］松本 壮平、一木 正聡、 

チェ スンチョル（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2次元MEMSスキャナとレーザー光源を用いることに

より、従来提案されている方式より飛躍的に小型・軽量

化が可能なウェアラブルディスプレイの実現を目指す。

企業との共同開発プロジェクト開始に向けた支援事業と

して、予備的調査を実施した。具体的には、複数のデバ

イスメーカーからサンプル出荷されている2次元 MEMS
スキャナを対象に、ウェアラブル機器への搭載を想定し

た場合の優位点・課題を抽出するための機械的・光学的

特性に関する各種評価を行った。圧電式、電磁式、静電

式の各駆動方式による3種類の2次元 MEMS スキャナサ
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ンプルに対して、レーザードップラー振動計による振動

挙動の詳細解析、及び TIA（Time Interval Analyzer）
計測による走査挙動解析を併せて実施することにより、

それぞれの1軸・2軸駆動時の特性を多角的に比較可能な

結果を得た。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］MEMS、ウェアラブル機器、レーザー、

ディスプレイ、振動解析 

 

［テーマ題目７］フォトニクス・エレクトロニクス融合

システム基盤技術開発 

［研究代表者］亀井 利浩（ライフインタフェース研究

チーム） 

［研究担当者］亀井 利浩、前神 有里子、眞子 祥子、

武井 亮平（電子光技術研究部門） 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、大規模集積回路においては、データ遅延や電力

消費といった電気配線に起因する問題が顕著となりつつ

あり、シリコン光配線が注目されている。アモルファス

シリコンは低温プロセス（300℃以下）により、シリコン

電子回路上に形成でき、かつ3次元光配線を実現できるこ

とから、近年、大きな注目を集めている。最終的に3次元

光配線を構築するには導波路などの受動型デバイスだけ

で能動型デバイスを開発する必要があり、特に電気信号

を光信号に変換する高性能な変調器は最重要であるため、

我々は「アモルファスシリコン変調器」の開発を進めて

いる。 

 平成25年度は、ヘテロ接合型アモルファスシリコン変

調器を試作し、アモルファスシリコンにおける電流注入

によるキャリアプラズマ効果を世界で初めて観測するこ

とに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］3次元光回路、シリコンフォトニクス、ア

モルファスシリコン、大規模集積回路 

 

［テーマ題目８］マイクロシステム融合研究開発 
［研究代表者］前田 龍太郎（研究センター長） 
［研究担当者］前田龍太郎、小林 健、高木 秀樹、 

廣島 洋、松本 壮平、亀井 利浩、 

井上 朋也、張 毅、岡田 浩尚、 

松本 純一、高田 尚樹、栗原 一真、

魯 健、尹 成圓、倉島 優一、 

鈴木 健太、山本 泰之（計測標準研究

部門）、住友 慶子、安達 仁朗、 

チェ スンチョル、大瀧 憲一郎、 

孫 秀茹、牧本なつみ、張 嵐、 

Park Sang-Cheon、前田 敦彦、 

橋本 はる代（常勤職員16名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

 MEMS と微細集積回路など異種要素を融合した、高付

加価値なマイクロシステムの実現を目指し東北大学と協

力して開発を進めている。東北大学では「ヘテロ集積化

初期試作」、「試作コインランドリ」、「超並列電子線描画

装置」をサブテーマとして実施し、「ヘテロ集積化量産試

作」、「高効率 MEMS 融合製造技術」のサブテーマを産

総研にて実施している。 

 「ヘテロ集積化量産試作」では、東北大学の「ヘテロ

集積化初期試作」や産総研で開発してきた各種デバイス

の量産試作を行う。圧電 MEMS プロセス技術について

は、8インチウエハプロセスを確立するとともに、ユニポ

ーラパルスポーリングにより、圧電 MEMS に集積化し

た PZT 薄膜の圧電定数-d31を100-110pm/V と、従来5分

程度かけていた直流電圧ポーリングの-d31=80-90pm/V
を上回りながら、時間は1秒以下と大幅に短縮することに

成功した。このプロセス技術を元にした、圧電 MEMS
デバイスの開発については、圧電 MEMS 静電気センサ

と集積回路を指先大の世界最小の静電気センサとして集

積化し、静電気センサとして機能させることに成功し

た。 

 粘性センサの開発では、変位検出方法の改良により出

力の増大を図るとともに、製品パッケージに極めて近い

USB メモリーサイズのセンサーホルダーと、名刺大の小

型計測制御回路を開発し USB ケーブルでパソコンに接

続するだけで粘度測定が可能なシステムを完成させた。 

 ガラスマイクロリアクタの開発においては32ch リア

クタの製作法を確立したが、滞留時間の増大に伴い反応

器温度が20度近く上昇することなど蓄熱の影響が無視で

きないこと、実証運転にあたっては何らかの除熱機構が

必要であることを明らかになった。また、反応器を8並列

のリアクタの並列化を可能とする方法を確立し、過酸化

水素水2kg/d の製造を達成した。 

 ポイントオブケアマイクロ流体バイオチップの開発に

おいては、プレーナー集積型蛍光検出素子に発展可能な

マイクロ LED 面光源を実装した超小型蛍光検出モジュ

ールを開発し、マイクロ流路における免疫抗体反応の蛍

光検出に成功した。 
 「高効率 MEMS 融合製造技術」では、異種デバイス

集積化のための接合プロセスや、微細成形による MEMS
製造技術などの、低コスト低環境負荷の MEMS 製造プ

ロセスの開発を進めている。低温接合プロセスにおいて、

表面の活性化処理に Ne のイオンビームを用いることに

より、ウェハ表面の平坦性が向上し接合部の歪みを低減

するプロセスを開発した。これにより、デバイス性能の

向上が期待できるとともに、プロセスウィンドウを拡大

し大面積ウェハへの適用が可能となる。また、MEMS
構造の封止保護と異種デバイスとの電気接続を同時に実

現するため、金属メッキパターンのリフトオフプロセス

を利用して、原子レベルで平坦な金属表面を形成する技

術を開発し、常温低荷重での金属の接合を実現した。サ
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イズフリー集積化技術では、液体の表面張力を利用した

セルフアセンブリによりキャリアウェハ上に高精度に配

置した多数チップを、開発した低温接合技術により一括

転写するプロセスを実現した。 
 微細成形による高密度配線製造技術の開発では、可溶

性ブロック共重合ポリイミドを用いた微細成型プロセス

において、UV 照射と熱処理の最適化により高精度の成

型を実現し、メッキプロセスと組み合わせて多層配線板

の試作を行った。微細成型技術による MEMS デバイス

の作製では、メッキによる導体パターン形成によりデバ

イス寿命を大幅に延長することに成功した。これらを用

いて、携帯カメラ用のレンズ一体型オートフォーカスユ

ニットの設計試作を行った。 
［分 野 名］ナノテクノロジー、材料、製造 
［キーワード］ヘテロ集積化、MEMS、圧電材料、微細

接合、微細成型 
 
［テーマ題目９］グリーンアプリケーションのために繊

維状基材連続微細加工技術の開発 

［研究代表者］張 毅（ヘテロ融合研究チーム） 
［研究担当者］張 毅、Yang Zhuoqing 

（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 埋め込み型マイクログルコースセンサを表面マイクロ

マシニングによって外径330µm のキャピラリー上に作

製した。繊維状基材へのレジスト塗布プロセス、金属膜

のウェットエッチングおよびリフトオフプロセスを開発

した。また、繊維状基材による埋め込み型マイクログル

コースセンサの量産に必要となる三次元レーザー描画に

よる三次元露光マスクの開発を行った。従来の三次元レ

ーザー描画技術による描画エリアが最大でも300ミクロ

ン角程度であったのに対し、本研究では5000ミクロン角

と広い描画エリアを達成した。また、繊維状基材表面へ

のインプリントプロセスにより、前述のマイクロセンサ

の特性向上に成功した。今後、繊維状基材の直接リソグ

ラフィ技術と微細加工プロセスを確立し、植込み型マイ

クロセンサとデバイス化技術の研究を進めてゆく。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］MEMS、繊維状基材、マイクロセンサ 
 

［テーマ題目10］牛消化器疾病早期摘発のための無線ル

ーメンセンサ・ネットワークシステムの

開発 

［研究代表者］伊藤 寿浩（副研究センター長） 
［研究担当者］伊藤 寿浩、岡田 浩尚、高松 誠一、 

野上 大史（常勤職員3名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 平成24年度に試作したプロトタイプのルーメンセンサ

端末のルーメン内投与試験の結果を受け、平成25年度は

ルーメンセンサの詳細形状を決定、その試作を行った。

このセンサ端末の形状は円筒型（直径27mm、長さ70mm、

密度は1.9g/cm3）であり、ルーメン内に持続的に留置す

ることが可能である。この無線式のルーメン内留置型セ

ンサ端末（温度センサ、運動量センサ搭載）を、外科的

に胃収縮運動検知センサ（transduecer 法）を装着した

牛に投与して、ルーメン収縮運動とルーメン内容物の流

動性を解析し、ルーメンセンサによる胃収縮運動解析の

可能性について検討した（牛の実験は共同研究機関であ

る動物衛生研究所が担当）。その結果、ルーメンセンサ端

末の運動量センサによって得られるルーメン内容物の流

動性の変化は、ルーメン収縮運動とほぼ完全に同調する

ことを明らかにした。また、キシラジンを投与してルー

メン運動の抑制並びに鼓脹症を再現したところ、運動量

センサで得られるルーメン内容物の流動性はルーメン収

縮運動に同調して停止することが確認できた。以上のこ

とから、ルーメン内容物の流動性を評価することでルー

メン収縮運動を検知する技術と、ルーメンセンサを用い

た流動性評価によって牛の鼓脹症やルーメンアトニーな

どの胃運動障害を非侵襲的に早期に検出できる技術の開

発に初めて成功した。また実験システムを再構築（無線

センサ端末のアンテナ形状の変更、受信機側のアンテナ

を八木アンテナに変更）することで、データの受診率を

93%以上と大幅に改善することに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］リモートセンシング、無線センサ端末 

圧電センサ 
 

［テーマ題目11］ソーレ効果を活用したガス分離用マイ

クロ流体デバイスの開発 

［研究代表者］松本 壮平（ヘテロ融合研究チーム） 

［研究担当者］松本 壮平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 芝浦工業大学との協力により、マイクロ化学プロセス

等における精製工程での応用を想定したガス分離用マイ

クロ流体デバイスの開発を行っている。成分分離の原理

として、温度勾配によって駆動される分子拡散現象であ

るソーレ効果を応用することで、廃熱等を利用し化学的

処理を一切必要としない新しいガス分離技術の確立を目

指す。マイクロスケールでは大きな温度勾配の形成や安

定した層流の実現が容易であるためソーレ効果の発現に

は有利である一方、実用的な分離効果と処理量を両立さ

せるための MEMS 流体デバイスの開発は、複数の機構

による物質輸送が共存する流れ場の適切なハンドリング

が要求される挑戦的な課題となっている。今年度は、す

でに単段でのガス分離効果を実証済みの MEMS 流路を

多段化可能な形に再設計し、デバイス試作と実験により、

ほぼ予想と一致する性能向上を確認した。今後は設計最

適化等により更なる分離効果と収率の向上を図る。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］MEMS、マイクロ流体デバイス、ガス分
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離、廃熱利用 
 

［テーマ題目12］耳内部血管流における左右非対称性の

検証 

［研究代表者］森川 善富（ネットワーク MEMS 研究

チーム 

［研究担当者］森川 善富（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は平成25年度から平成27年度までの3年計

画であり、本年度は初年度に当たる。本研究課題で用い

るワイヤレス計測機器は無線で脈波情報を伝送するもの

であり、最近相次いでプレス発表されているウエアラブ

ル機器と密接な関連がある。このため、ウエアラブル機

器等の関連情報を幅広く精力的に収集した。また本研究

課題で実施する被験者実験実施に向けたハード面、ソフ

ト面両面からの研究環境の整備を行うと共に、グループ

内のインフォーマルミーティングにおいて議論を重ねる

など生体情報の計測条件や音声提示条件等の実験実施計

画を検討した。 

生体情報計測の観点から所属機関の外部公開に積極的

に協力した。主として企業の方を対象とした産総研オー

プンラボではグループ員と共に出展し、研究の応用展開

を模索した。地域住民を対象とした産総研一般公開では

代表者として生体情報の一部である脈波計測に関して出

展し、来場者の脈波を実測して印刷手渡し生体計測への

理解を深めていただいた。 

今後、検討した実験実施計画を基に所属機関内の人間

工学実験委員会へ実験計画書を提出して、生命論理３原

則に則った審査、承認を受けた後、被験者実験実施へ展

開していく予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］センサ、生体情報計測、ウエアラブル機

器 
 

［テーマ題目13］無線通信による熱中症予防支援システ

ムの構築と被服環境デザインの最適化 

［研究代表者］一木 正聡 

（ネットワーク MEMS 研究チーム） 

［研究担当者］一木 正聡、鈴木章夫（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 暑熱環境下でのスポーツ時、オフィス作業時や肉体労

働時等の各種作業時の熱中症予防に向けて、実際の生活

環境での着衣の温熱環境状態計測を連続して行うため、

人体、着衣、環境に関わる温熱環境物理量を計測し無線

で集積し、人の温熱的快適性の指標となる温熱感覚計測

を行う。被験者に装着負荷が少なく、常時モニタリング

可能な無線機能付きのウェアラブルシステムを開発し、

ウェアラブルシステムでの計測・解析・評価を行い、熱

中症予防に貢献するシステムを構築することを目的とす

る。 

 また、暑熱環境時の熱中症予防のため温熱的に最適な

着衣の条件を検討するため、着衣の熱水分移動性能への

風、動作および着衣のデザインによる影響を評価するシ

ステムを構築する。手足の揺動による着衣のふいご作用

による換気は、人体からの熱水分移動性を促進させるた

め環境の風の効果以上に着衣の温熱快適性向上に重要で

あるが、定量法が確立していない状況である。そこで、

本研究では、温熱的に快適な着衣の条件を検討するため

発汗・歩行動作マネキンとトレーサガス法を用いて温熱

的に快適な着衣のデザインを検討する評価法を構築する。 

 実証試験をフィールドと実験室環境で行うために環境

整備を進めるとともに、取得した生体データの解析と小

型・高性能化に向けたシステム構築のために技術的な検

討を行っている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］熱中症、センサ、無線、被服、環境、予

防、システム化 

 

［テーマ題目14］圧電素子の積層化による振動発電装置

の高出力化に関する研究 

［研究代表者］一木 正聡（ネットワーク MEMS 研究

チーム） 

［研究担当者］一木 正聡（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

エンジン、走行車両、発電機システムなど振動する人

工構造物において消散されている振動エネルギーを、高

効率に変換する圧電素子を用いた振動発電素子の開発を

目的とする。まず、エネルギー変換効率の指標となる電

気機械結合係数を高めるために添加剤の種類、濃度およ

び厚さ、積層数を最適化する。さらに、負荷荷重や振動

回数が圧電素子の発電性能、耐久性および構造健全性に

及ぼす影響を明らかにし、圧電素子の長時間振動発電試

験、繰り返し圧縮・除荷試験、破壊試験を行う。一連の

研究により、高出力かつ高信頼性な機械構造物のための

振動発電素子を開発する。 

本研究では、この PZT を用いて、高エネルギー変換効

率、かつ高信頼性を有する振動発電用素子を開発するこ

とを主目的とする。さらに、鉛フリーの圧電素子の適用

性も検討する。 

PZT への添加剤、添加濃度、添加剤の組み合わせなど

添加剤の最適配合を決定するため、有力な各種添加剤を

組み合わせて添加した PZT を用いた荷重除荷試験を行

い、発電特性を把握する。これらの最適条件を組み合わ

せて高エネルギー変換効率を持つ積層型 PZT、すなわち、

発電素子の最適な材料成分と構造を決定する。 

これまで定式化されていなかった圧電素子の発電特性

に関する等価電気回路モデルを導出するとともに、最適

発電素子を用いた発電装置として蓄電までの周辺回路を

含めた最適化を行う。 

PZT への負荷荷重や繰り返し荷重が発電性能や強度
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などの耐久性に及ぼす影響を把握する。振動回数は1000

万回を目標とする。 

本研究で得られた知見を鉛フリー圧電材料に対しても

適用し、次世代の環境低負荷素材の発電特性向上の検討

を行う。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］圧電、発電、セラミックス、素子、高出

力化 

 

［テーマ題目15］Wakeup による圧電 MEMS 用 PZT 薄

膜の圧電特性向上 

［研究代表者］小林 健（ライフインターフェース研究

チーム） 

［研究担当者］小林 健、牧本 なつみ、鈴木 靖弘 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

目標 

 本研究では交流電圧印加により PZT 薄膜の圧電特性

が向上する現象（wakeup）に着目し、現象の解明、電

圧印加条件の最適化、圧電 MEMS 作製プロセスへの導

入について研究を行い、圧電薄膜の特性向上のための新

たで普遍的な手法を確立する。 

研究計画 

 本研究では(1)wakeup した様々な組成の PZT 薄膜の

微細構造解析による現象の解明、(2)電圧、周波数、波形

など wakeup 条件の最適化、(3)wakeup の作製プロセス

への導入と、特性の面内均一性、信頼性への影響評価を

行う。 

年度進捗状況 

 テトラ組成、MPB 組成の PZT 薄膜を wakeup し、c
軸配向性が向上することで圧電特性が向上することを見

出した。ただし、一定以上の電圧印加でクラックが入る

ことが見出された。波形を最適化した結果、テトラ組成

ではバイポーラ、ユニポーラ wakeup 共に圧電特性が向

上したが、MPB 組成ではユニポーラ wakeup だけが効

果的であることが見出された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］圧電、MEMS、プロセス、ポーリング 

 

［テーマ題目16］超高速ナノインプリントリソグラフィ 

－高スループット－ 

［研究代表者］廣島 洋 

（グリーンナノデバイス研究チーム） 

［研究担当者］廣島 洋、高木 秀樹、銘苅 春隆、 

尹 成圓、鈴木 健太、王 清 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 超高速ナノインプリントリソグラフィ－高スループッ

ト－の研究においては、凝縮性ガスを利用したモールド

への樹脂の完全充填効果を検証し、スケーリングにより

20nm レベルでも有効に機能することを確認する。また、

容積均一化モールドの充填に影響を与える因子を抽出し、

モールド構造の最適化の指針を得る。ナノインプリント

リソグラフィの高スループット化のボトルネックである

モールドへの樹脂充填時間を最小化するためのモールド

構造を作製し、スループット100枚／時を実現する上で必

要となる0.1秒以下の樹脂充填を実現し、モールド全域の

充填が20nm レベルにおいても完了可能であることを実

証する。 

 半導体応用を目指した光ナノインプリントプロセスで

は高精度の重ね合わせ（アライメント）精度が要求され

る。光ナノインプリントにおいてはモールドを基板上の

樹脂に接触させた後にアライメントを行う液中アライメ

ントの手法は高精度が期待できるものの、樹脂とモール

ドの屈折率差が小さいために視認性に課題があり、マー

ク部分を樹脂と接触させないなどの対策がとられている。

研究中の凝縮性ガスペンタフルオロプロパン（PFP）雰

囲気下の光ナノインプリントではスピンコート膜を利用

するためにそのような手法を採用できず、別の手法によ

り視認性を向上しなければならない。インプリント用モ

ールド作成プロセスと親和性が良く、マーク部分にのみ

高コントラスト膜を形成する簡便なプロセスを開発し、

PFP 雰囲気下の光ナノインプリントで液中アライメン

トを行い、予備的評価ではあるが、100nm 以下の精度で

液中アライメントが行えることを実証した。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］光ナノインプリント、インプリントリソ

グラフィ、次世代リソグラフィ、半導体

製造技術 

 

［テーマ題目17］無反射ナノ構造体による撮像用マイク

ロレンズの製造技術開発 
［研究代表者］栗原 一真（大規模インテグレーション

研究チーム） 
［研究担当者］栗原 一真、倉島 優一、高木 秀樹、

鎌田 かおり（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 近年、マイクロレンズユニットは、8～12メガピクセル

以上の高解像度をもち、小型化したレンズユニットを低

価格で提供することが要求されている。本研究は、マイ

クロレンズの表面にナノ構造体を作製することで、反射

防止コートと同等の反射防止効果を得て、蒸着工程を省

ける製造技術を開発している。 

 本課題では、成形だけで既存の反射防止技術と同等の

反射防止特性を実現するナノ構造体金型と、そのナノ構

造体の金型を用いて、撮像用マイクロレンズに要求され

る低光収差を実現する成形技術の研究開発を行い、量産

化の目途を立てることを目標とする。 

 平成25年度は、ナノ凹凸構造体の検討と金型を改良し、

より面精度を向上させた反射防止ナノ構造体を実現する
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ことができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ナノ構造体、反射防止、モスアイ、サブ

波長光学素子、光学レンズ 
 

［テーマ題目18］ナノ構造体による高機能防曇ゴーグル

の開発 

［研究代表者］栗原 一真（大規模インテグレーション

研究チーム） 
［研究担当者］栗原 一真、倉島 優一、高木 秀樹、

橋本 はる代（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 近年では、防曇機能が付与されたゴーグルが一般的に

なり、ゴーグル生産量の9割以上を占めている。しかしな

がら防曇機能では、初期性能が良好であってもそれが維

持できる回数が30回程度（実使用期間：半年程度）と短

い事が問題になっている。 

 本課題では、現在の製造方法である塗工工程による防

曇膜に比べ飛躍的な防曇機能の向上が見込まれる、”凹凸

構造によって濡れ性が向上するというWenzel理論”を利

用することで、現状品に比べて性能を向上できるスイミ

ングゴーグルを実現することを目標とする。 
 平成25年度は、ナノ構造体作製装置の改造およびナノ

凹凸用塗膜の検討開発を行い、溌油・親水性の薄膜につ

いて検討を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ナノ構造体、親水、撥水、濡れ性、サブ

波長光学素子、光学 
 

［テーマ題目19］8インチ基板を用い、安全性を強化した

高反応・高吸収効率 MEMS フローリアク

ターの高精密製作量産化技術の開発 

［研究代表者］井上 朋也（バイオインターフェース研

究チーム） 

［研究担当者］井上 朋也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標 

 水素及び酸素の直接反応による過酸化水素製造用途の

安全かつ高効率（実用濃度の一段製造、高圧不要、冷却

不要）ガラス製マイクロリアクターの製造技術をシーズ

技術として、①オンサイト過酸化水素製造用反応器、②

汎用フローリアクターの実用化に向けた反応器製造技術

開発を目指す。 

研究計画 

 ①耐圧性向上：50℃、50気圧の圧力による連続運転に

堪えるだけの耐圧性向上について、とくに配管接合法お

よびそれをサポートする治具の開発を中心に行う。 

②除熱効率向上：小型マイクロリアクターを用いた実

測結果に基づいて熱収支モデルをつくり、放熱板込みの

マイクロリアクター設計につなげる。 

年度進捗状況 

 ①研究担当者が出願人である特願2012-170090の手法

を発展させ、配管をマイクロリアクターの側面方法から

接合する方法について耐圧性を強化する方法を検討した。 

 ②研究担当者らが発明者である特願2013-41822の手法

を発展させ、ガラスにシリコンを接合した反応器につい

てシミュレーションにより放熱効果を予測した。 

［分 野 名］製造技術－生産プロセスの環境負荷最小

化・安全化に係る技術 

［キーワード］マイクロリアクター、ナンバリングアッ

プ、水素および空気（酸素）の直接反応

プロセス、過酸化水素 

 

④【先進製造プロセス研究部門】 
（Advanced Manufacturing Research Institute） 

（存続期間：2004.4.1～） 
 
研究部門長：淡野 正信 
副研究部門長：飯田 康夫、市川 直樹 
首席研究員：大司 達樹、明渡 純、加藤 一実 
総括研究主幹：平尾 喜代司 
 
所在地：中部センター、つくば東、つくば中央第5 
人 員：105名（105名） 

経 費：1,062,869千円（687,916千円） 

 
概 要： 

我が国の製造産業は、二酸化炭素排出量の削減、資

源制約の緩和、高付加価値製品の開発、製品開発のス

ピードアップ、エネルギー・環境関連製品の製造力強

化、メンテナンス・アフターサービスの強化、少子高

齢化の中での技術技能の継承等の課題に直面している。 

当研究部門では、我が国の製造産業が抱えるこれら

の課題解決のため、「最小の資源」「最小のエネルギー」

「最小の廃棄物」で「最大限の機能・特性」を発揮す

る製品を「高効率」で作る製造プロセス技術（ミニマ

ルマニュファクチャリング）に関する研究開発を先導

することにより、我が国の製造産業の持続的発展、す

なわち、我が国の製造産業の環境との調和と国際競争

力の向上に貢献することをミッションとする。また、

中小企業など多数の企業の課題解決や人材を育成する

ための「ものづくり支援ツール」の開発と普及を行う。 

具体的には、第3期では、下記の6つの分野重点化

課題（戦略課題）を定め、材料技術と機械・加工技

術とが融合化した研究開発を進めるとともに、製造

現場の技術と技能継承のための「ものづくり支援ツ

ール」の開発と普及を行う。また、製造技術の新た

な潮流への取組みを進める。 

① 高性能セラミック部材と表面加工技術を用いた省

エネルギー製造技術の開発 
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 素材、機械等の基幹産業を対象とし、熱利用の高

効率化、低摩擦化、長寿命化等を可能とする高性能

セラミック部材の製造技術、ならびに素形材への表

面機能付与プロセス技術等の加工技術を開発する。 

② 多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製造技

術の開発 

 多様なニーズに応え、かつ、部材・デバイス・製

品製造に関する省資源・省エネルギーに貢献するた

め、必要な時に必要な量だけの生産が実効的に可能

であり、かつ多品種変量生産に対応できる製造基盤

技術を確立する。 

③ 資源生産性を考慮したエネルギー部材とモジュー

ルの製造技術の開発 

 固体酸化物形燃料電池、蓄電池等に使用される高

性能材料・部材・モジュールを創製するため、希少

資源の使用量を少なくし、従来に比べて小型、軽量

で同等以上の性能を実現する高度集積化製造技術や

高スループット製造技術を開発する。 

④ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能部材

の開発 

 部材の高付加価値化を進めるため、セラミックス、

金属、ポリマー、シリコン等の異種材料の接合・融

合化と適材配置により、多機能部材を開発する。 

⑤ 製造分野における製品設計・概念設計支援技術の

開発 

 機械やシステムの基本設計に必要とされる候補材

料の加工に対する信頼性、機械寿命、リサイクル性

を予測するために、実際の運用を想定した評価試験

と計算工学手法を融合したトータルデザイン支援技

術を開発する。 

⑥ 現場の可視化による付加価値の高い製造技術の開

発 

 高品位な製造を可能にし、またそれを支える高度

な技能を継承するため、ものづくり現場の技能を可

視化する技術、利便性の高い製造情報の共有技術、

高効率・低環境負荷な加工技術を開発する。 

当研究部門の研究拠点は、材料・プロセスに関する

研究ポテンシャルを持つ中部センター（8研究グループ）

と、機械・加工技術や物質合成・プロセスに関する研

究ポテンシャルを有するつくばセンター（13研究グル

ープ）の2カ所にあり、計21研究グループ及び4研究班

で研究を進めた。本年度においては、戦略課題①～⑥

の推進のため、以下の10課題を部門重点課題、2課題を

萌芽育成課題とした。 

（部門重点） 

・「高性能セラミックス部材関連技術」 

・「表面機能付与プロセス技術の開発」 

・「オンデマンド・リペア技術の基盤的開発」 

・「先進コーティング PF 活性化のためのベンチマーク

評価の促進」 

・「オンデマンドプロトタイピング技術の開発」 

・「次世代セラミック電池材料・製造技術の開発（熱利

用 SOFC/SOEC 技術、次世代二次電池技術）」 

・「マルチガスセンサ素子の高感度化」 

・「高速・高効率加熱技術に於ける CFRTP の動態観察」 

・「新たな加工技術、劣化評価技術を包含した機器設計

のための基本システムツール開発」 

・「ものづくり支援技術の普及」 

（萌芽育成） 

・「新素材エンジニアリングの先行技術」 

・「生体加工技術」 

さらに、以下の18課題を萌芽研究課題とした。 

・「軟磁性材料の加工ひずみ制御による磁気特性改善の

検討」 

・「医療用部材に向けた二酸化チタン被覆多孔質チタン

合金の開発」 

・「永久磁石による磁気軸受の開発」 

・「めっき法を用いたチタン－鉄異材溶接技術の開発」 

・「ターゲット分子を認識する無機結晶界面の形成」 

・「モデル表面を用いた添加剤効果の検証」 

・「硬脆材料の極微小加工に関する原子シミュレーショ

ン」 

・「アルミニウム系材料の腐食および摩擦•摩耗特性に

対するエタノール燃料中の水分量の影響に関する研

究」 

・「溶融射出ミルによる機能性コンポジット材料の製造

技術に関する研究」 

・「マイクロサイズ粒径のγアルミナ分散体の応用先の

探索に向けた研究」 

・「光化学修飾法による表面ナノコーティング技術の高

度化に関する研究」 

・「低炭素含有量シロキサンの活用によるアルミナ－ア

ルミニウムメタライズ形成技術の開発」 

・「マイクロ SOFC モジュールにおける非破壊検査験

手法の確立」 

・「新規機能性材料開発に向けた完全大気非暴露合成評

価一環システムの構築」 

・「ナノ領域で安定な多形の合成プロセスの開発および

相安定評価」 

・「CFRP ダメージ評価法の開発に向けた熱弾性応力

測定および熱伝導逆解析に関する研究」 

・「 Fundamental mechanisms of metal cutting; 
Surface quality control」 

・「複合ナノ粒子気相合成プロセス並びに応用技術開発」 

------------------------------------------------------------------------ 
内部資金： 

・先進コーティング技術に関する大面積実装環境の整

備 

・ダイヤモンドライクカーボン膜の密着性評価の標準

化 
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・パワーデバイス用セラミックス放熱基板の機械的特

性試験方法の標準化 

 
外部資金： 
経済産業省 

日米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 

・「ナノ構造電極を活用する発電のための新たな電気化

学反応器の開発」 

超精密三次元造形システム技術開発プロジェクト 

・超精密三次元造形システム技術開発プロジェクト 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
産業技術研究助成事業 

・「ナノ結晶による低熱伝導率化を利用したシート状熱

電発電モジュールの開発」 

・「固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術開発／次世

代技術開発／マイクロ SOFC 型小型発電機」 

 
独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究(C) 

・「安価な砂鉄、珪砂等を用いた自然系液体用しゅう動

材料の開発」 

・「超音波照射による気泡振動を利用したナノ駆動体に

関する研究」 

・「傷形状の復元アルゴリズム統合による磁気計測探傷

法の新展開」 

・「有機官能基秩序配列を有したペプチド薄膜上での無

機結晶析出の解析とその応用」 

・「表面化学修飾法による核磁気共鳴画像用ガドリニウ

ム担持ナノダイヤモンド粒子の作製」 

・「熱音響システムの高効率化のためのハニカムセラミ

ックスの検討」 

・「事例とシナリオモデリングに基づく持続可能ビジネ

ス設計・立案支援手法」 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 
・「複合機能性デバイスの開発」 

科学研究費補助金 若手研究(B) 
・「鉄系表面における高機能コーティング技術の開発」 

・「化学溶液法における紫外レーザー照射時のナノ秒温

度計測に基づく光結晶成長機構の解明」 

・「配向酸化物薄膜/構造体の高オンデマンド作製手法

の開発」 

・「リン酸塩ガラス電解質燃料電池の高性能化開発」 

 
独立行政法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業(CREST) 
・「新規固体酸化物形共電解反応セルを用いた革新的エ

ネルギーキャリア合成技術（キャリアファーム共電

解技術）の開発」 

先端的低炭素化技術開発（ALCA） 

・「ガーネット型酸化物電解質材料の創出」 
・「単結晶ナノキューブのボトムアップによる高性能小

型デバイス開発」 

・「リチウム空気二次電池の基盤技術開発／セラミック

スセパレータ技術の開発」 

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 

・「住環境向け色素増感型アンビエント太陽電池の研究

開発」 

・「アルミナ膜コーティングによる耐摩耗性を強化した

産業用ロール製造技術の開発」 

・「表面テクスチャリングを用いた抗菌表面の開発」 

・「電磁超音波による鋳造製品の非接触内部欠陥検査」 

・「廃熱発電を志向した導電性ナノキューブ SrTiO3の

合成とその熱電特性評価」 

・「高周波化に対応した低誘電損失コンポジット基板材

料の開発」 

・「酵素の耐熱性向上を実現するメソポーラスジルコニ

ア担体の開発」 

・「低酸素濃度を計測する半導体式酸素センサシステム

の開発」 

 
発 表：誌上発表262件、口頭発表476件、その他68件 

--------------------------------------------------------------------------- 
難加工材成形研究グループ 

（Low-Formability-Materials Processing Group） 

研究グループ長：松崎 邦男 

（つくば東） 

概 要： 

マグネシウムやチタン、ステンレス等の難加工材の

成形や難易度の高い形状への成形について、省エネ工

程で環境に配慮した成形技術を金型の潤滑システムと

ともに開発する。そのために、素材の製造技術とその

成形技術を粉体加工と塑性加工を主としたプロセスの

高度化、複合化、融合化によって開発する。素材の成

形性を改善するための加工熱処理技術の確立、応力条

件を制御した温間、熱間鍛造や転造加工技術の開発、

ひずみを制御した軟磁性材料の打ち抜き加工、マグネ

シウム合金板材の冷間プレス成形技術の開発およびス

ピニング加工の高度化を行う。また、医療デバイスを

目指して精密 Mg 細管を製造するための押出し、引抜

き加工技術を開発する。さらに難加工材の加工のため

の工具材料の開発を行う。チタン合金やステンレス等

については粉末法を用いた機能性材料の開発とレーザ

ーによる積層造形技術を開発する。これらの技術を統

合することでオンデマンド成形の構築を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

５、テーマ題目９、テーマ題目13、テーマ

題目14  

 

テーラードリキッド集積研究グループ 
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（Tailored Liquid Integration Research Group） 

研究グループ長：加藤 一実 

（中部センター） 

概 要： 

21世紀の高度情報化社会・環境調和型社会の持続的

発展と高齢化社会における医療福祉技術の高度化のた

め、グリーン・イノベーションの核となる材料・シス

テムの創成に向けて、無機・有機ナノ材料の適材配置

により、ナノレベルで機能発現する材料・多機能部材

を開発する。当研究グループでは、溶液化学をベース

とした集積プロセス技術の体系化を目指し、溶液内機

能発現ユニットの合成技術、溶液反応を経由したナノ

～マイクロ領域の構造形成技術、複雑形状基板やフレ

キシブル有機高分子材料上への精密構造体の集積化技

術等に関する研究開発を実施し、産業技術基盤と国際

競争力の強化を図る。具体的には、酸化物ナノクリス

タルの合成・配列・接合、および解析・評価に関する

基盤技術の開発、誘電／蓄電デバイスの高性能小型化

に向けた単結晶ナノキューブのボトムアップ技術の開

発、医療用部材ならびにエネルギー関連部材に向けた

微細な凹凸構造やメソ～マクロ孔を有する無機・有機

系機能性薄膜の形成に関する基盤技術の開発を実施し、

多様な外部機関との階層的な連携による産業化の可能

性を検討した。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目７、テーマ題目

11、テーマ題目14 

 

トライボロジー研究グループ 

（Tribology Group） 

研究グループ長：大花 継頼 

（つくば東） 

概 要：  

製造装置の効率や製品の付加価値を向上させるため、

グループが有するポテンシャルを生かし、それを表面

機能創成技術に展開していくことを目標とする。製造

分野における製品設計・概念設計支援技術の開発を意

識しながら、表面加工技術を用いた省エネ製造技術の

開発を中心に据え、基盤的および先端的トライボロジ

ー技術を有機的に連携させることで省エネ製造技術の

開発を進める。その中で、環境面への配慮や信頼性も

含めたシステム性能の向上や、表面および潤滑システ

ムに新しい機能を発現させることを目指す。中・長期

的には、マイクロ／ナノトライボロジーを主軸とした

研究を進め、トライボロジーを科学的に深化させ、ト

ライボロジー技術の革新を指向する。また、最先端の

技術情報拠点となるべく、研究グループ内の研究者

個々人の研究ポテンシャルを高めるとともに、共同研

究等を通じて実用化を目指した応用研究を行い、産業

界の根幹技術であるトライボロジー技術の向上と普及

に努めた。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４、テーマ題目

９、テーマ題目15、テーマ題目18 

 

集積加工研究グループ 

（Integration Process Technology Group） 

研究グループ長：小木曽 久人 

（つくば東） 

概 要： 

集積加工研究グループでは、デバイス応用まで視野

にいれたコーティング技術や表面処理技術とその評価

技術の研究開発を行っている。常温でセラミックスコ

ーティングを可能にしたエアロゾルデポジション法を

中心に、耐摩耗性コーティング技術の開発、太陽電池

やリチウム空気電池、熱電変換素子などエネルギーデ

バイスへの多様な応用に取り組んでいる。この取り組

みの結果、積水化学と共同で、室温プロセスでのフィ

ルム型色素増感太陽電池の試作に成功し、プレス発表

を行った。また、オンデマンドフレキシブル製造技術

を推進するために、ミニマルファブの研究開発に取り

組んでおり、ミニマルファブ用のスパッタ成膜装置の

試作機を完成させ、SEICON2013の展示会場において

他のミニマル装置とともに半導体プロセスを行い、実

際に MOSFET デバイス作製のデモを実施した。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

６、テーマ題目16 

 

生体機構プロセス研究グループ 

（Bio-Integration Processing Group） 

研究グループ長：加藤 且也 

（中部センター） 

概 要： 

高齢化社会の到来を迎え、医療・バイオ分野におけ

る高付加価値製品のフレキシブル製造プロセス技術開

発が急務である。当研究グループでは、生物機能を発

現させるために必要とされる最小の単位（ユニット）

であるバイオユニットの集積により、細胞増殖・分化

を活発にさせるなどの生体機能を自立的に誘導する、

医療・バイオ分野に利用される材料・部材の革新的な

製造技術の確立を目指している。さらにユニット製造

における省エネルギー化を目指した「生体模倣型製造

プロセス開発」も展開している。具体的には、これま

での方法では作製困難であった無機－有機ハイブリッ

ドコンポーネントを、生体内で起こっている無機化合

物合成法を模倣することにより、省エネルギーかつ高

効率な新規な製造プロセスを用いて創製する手法を開

発している。また酵素や抗体の特異性を利用したヘル

スケア用バイオセンサーやクロマト担体などの新しい

バイオデバイスの開発に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目17 
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機能薄膜プロセス研究グループ 

（Thin Films Processing Group） 

研究グループ長：真部 高明 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当研究グループは、部門のミッションである製造技

術の低コスト化・高効率化・低環境負荷を実現する部

材、製造プロセスの開発に関連して、特にエネルギー

関連部材・モジュールの開発に貢献するため、超電導

材料を中心とした機能性無機薄膜材料の①ナノ構造制

御薄膜コーティング技術および②省エネルギー薄膜部

材・モジュール集積化技術の開発を主に行う。①に関

して、塗布熱分解法、塗布光照射法およびこれらと基

板表面や中間層の制御技術、イオン照射技術など組み

合わせたナノ構造制御コーティング技術の開発とそれ

に基づく薄膜材料の高特性化、およびプロセスの高速

化や省エネルギー化を図っている。また②に関して、

部門内外及び企業等と連携して超電導マイクロ波フィ

ルタ素子や超電導限流器等の省エネルギー素子モジュ

ール・プロトタイプ作製技術への展開を図っている。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目6 

 

表面機能デザイン研究グループ 

（Surface Interactive Design Group） 

研究グループ長：三宅 晃司 

（つくば東） 

概 要： 

本研究グループでは、種々の環境条件に対応した（摺

動）部材開発、部材表面への微細形状付与による摩擦･

摩耗の制御技術の開発、表面修飾技術の開発をベース

とした表面機能創成と応用を中核とし、これらの知見

を基にした表面設計技術の開発を行う。上記研究開発

を通し、分野重点課題である「製品設計・概念設計支

援技術」および「省エネ製造技術」の開発に貢献する

とともに、製造技術への物理化学的視点からのアプロ

ーチにより、製造産業の発展に貢献していく。特に「低

環境負荷流体からなるトライボシステムの構築」に向

けた研究を推進すると共に、「表面機能デザインに向け

たシミュレーション技術」に関する研究を重点的に推

進している。材料破壊の初期過程や、雰囲気ガスと材

料との相互作用、材料中のガスの透過性、等のシミュ

レーション技術の高度化により、材料と雰囲気ガスと

の相互作用により生じる被膜形成を利用した、アクテ

ィブに摩擦をコントロールするための新規基盤技術開

発に繋げていく。さらに、上記技術シーズのトライボ

ロジー以外の分野への展開も推進している。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目９、テーマ題目

18、テーマ題目19、テーマ題目20 

 

無機複合プラスチック研究グループ 

（Inorganic-Based Plastics Group） 

研究グループ長：堀田 裕司 

（中部センター） 

概 要：  

高機能化・多機能化が要求される次世代社会基盤部

材製造を支えるため、異種材料の融合・複合化による

先進材料の創製、及びその製造プロセス技術の開発を

進めている。当研究グループは、特に、機能性に優れ

たセラミックス、カーボン等の無機材料と軽量性・成

形性に優れた樹脂・プラスチックの異種材料を複合化

するためのプロセス技術及び先進複合材料に関して研

究開発を遂行し、無機材料の特性を最大限に引出した

高機能性プラスチック部材等の製造技術の確立を目指

している。樹脂・プラスチックへの無機材料フィラー

の複合化を粒子ハンドリング、粉末構造制御、界面制

御、外部場を用いたプロセス技術等の視点から取り組

むことで、無機材料の特性を最大限引出した無機複合

プラスチック部材の開発を実施し、産業技術基盤と国

際競争力の強化を図る。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目21 

 

電子セラミックプロセス研究グループ 

（Electroceramics Processing Research Group） 

研究グループ長：申 ウソク 

（中部センター） 

概 要： 
持続的な競争力につながる高付加価値製品やエネル

ギー・環境関連製品の材料・部材技術をさらに発展さ

せるために、セラミックス、金属、ポリマー、シリコ

ン等の異種材料のマルチスケールでの接合・融合化と

適材配置による高性能ガスセンサや新しいデバイス応

用の多機能部材開発を行う。 

マイクロデバイス集積化用触媒の高度化技術開発、

高分散性ナノ粒子の製造技術開発、新規エネルギーデ

バイス製造技術開発を行い、①新材料によるデバイス

開発、②デバイスプロセスによる新機能発現と実証を

基本方針とし、材料開発からプロトタイプの作製まで

トータルな研究開発、ガスセンサ検知評価法の ISO 化

に向けた研究を進める。 

具体的には、マイクロデバイス集積化用触媒の高度

化技術開発では、デバイス集積化用の様々な触媒を一

つのマルチガスデバイスに集積化し、呼気中の低濃度

可燃性ガスを検知する技術を開発する。高分散性ナノ

粒子の製造技術の開発においては、コアシェル型酸化

セリウムナノ粒子の量産技術を開発しながら、小粒径

のナノ粒子製造及び分散方法を検討する。ガス検知器

評価法 ISO 化に向けては、ガス発生器で作製した混合

ガス評価の試験結果を反映した原案を ISO 化する。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７、テーマ題目

22  
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マイクロ加工システム研究グループ 

（Ingenious Micro-Manufacturing Systems Research 
Group） 

研究グループ長：芦田 極 

（つくば東） 

概 要： 

マイクロファクトリ（製造対象の寸法に見合った小

型の生産加工システム）のコンセプトに基づき、創意

工夫に富んだ新たなマイクロ加工システムの研究を推

進する。加工装置および加工対象を小型化しようとす

ると、これまでの製造技術では対応できない新たな課

題に直面する。それらを解決するために、新原理や複

合加工を適用したマイクロ加工プロセス、マイクロ計

測・検査技術、小型アクチュエータ要素、これらを組

合せた制御システム等を試作開発し、評価を行う。機

械加工および加工機械のマイクロ化により、生産シス

テムの省エネルギー・省資源効果、およびフレキシビ

リティ向上による多品種少量生産、に資する製造技術

を創造し、ミニマルマニュファクチャリングの具現化

を目指した研究を展開している。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目９、テーマ題目

12、テーマ題目19 

 

フレキシブル化学コーティング研究グループ 

（Flexible Chemical Coating Group）  

研究グループ長：土屋 哲男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

本研究グループは、重点課題「多品種変量生産に対

応できる低環境負荷型製造技術の開発」を主に担当し、

グリ－ン・ライフイノベーションに資する材料・部材・

デバイスの省資源・省エネルギー製造に貢献するフレ

キシブルな化学コーティング技術の確立をミッション

とし、以下の3つの課題に取り組んでいる。1)フレキシ

ブル化学コーティング技術開発、2)化学コーティング

材料開発、3)部材・デバイス開発への応用展開 

本年度、課題1)、2)では、平成25年度部門内重点課

題「1.戦略課題名: オンデマンドリペア技術の基盤的

開発」を中心として、塗布光照射法、ナノ粒子光反応

法による高耐熱抵抗膜、蛍光体膜の開発及び光照射そ

の場温度計測手法の開発、ポリマー材料への表面化学

修飾手法の開発を行った。また、「低炭素社会を実現す

る新材料パワー半導体プロジェクト（高耐熱部品統合

パワーモジュール化技術開発）」において、抵抗体膜製

造プロセスを開発した。課題3)では、企業との共同研

究で、安全表示部材、小型赤外センサ開発、表面化学

修飾による接合技術、大学との共同研究による粒径制

御した体内貯留型新規 MRI 造影剤などの新しい部

材・デバイス作製技術を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

23 

 

セラミック機構部材プロセス研究グループ 

（Ceramic Mechanical Parts Processing Group） 

研究グループ長：近藤 直樹 

（中部センター） 

概 要： 

一般にセラミックスは高度に精製された原料を使用

し、高温で焼き固めて作製されており、その製造時に

多大なエネルギーを消費している。一方、その優れた

特性を活かし、セラミック部材の使用によりエネルギ

ー消費を抑えることもできる。環境調和と競争力の両

立を狙いとしたミニマルマニュファクチャリングでは、

製造時と使用時の資源やエネルギーの消費が最小とな

るよう、かつ、製品性能や価格が競争力を持てるよう

考慮しつつ、開発を進めることが必要である。 

当研究グループでは、上記考えに基づき、構造用セ

ラミックスを、各種産業の製造装置用部材、あるいは、

熱消費型製造業や熱エネルギー分野でのサーマルマネ

ジメント部材として用いるための製造技術開発を進め

ている。具体的には、小型のユニットを作製し、それ

らを組みあわせて部材化する方法を開発している。関

係要素技術として、ユニットのニアネット成形技術、

ユニットのアセンブリ技術（接合など）、ユニットやア

センブリの信頼性評価技術（特に高温下や腐食環境下

で）などの研究開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

セラミック組織制御プロセス研究グループ 

（Ceramic Structure Controlling Group） 

研究グループ長：吉澤 友一 

（中部センター） 

概 要： 

高度化・高性能化する製造システムや産業機器を支

えるための中核となる先進構造部材を創製することを

目的に、セラミックスの材料機能を合目的かつ効率的

に部材構造中に付与する材料組織制御技術の開発を行

っている。特に、セラミックスが本質的に有する高い

硬度、耐食性、化学的安定性等を部材機能に取り込ん

だ高熱伝導部材、高性能多孔体部材、高耐摩耗性部材

等の開発を目指している。このため、材料特性を支配

する因子を検討するとともに、その因子を制御するプ

ロセス技術の開発に取り組んでいる。高熱伝導窒化ケ

イ素では、残留酸素と粒界相の制御、多孔体では、気

孔の形状、寸法、割合などの制御を行っている。また、

これらの材料の評価技術の開発にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目25 

 

機能集積モジュール化研究グループ 

（Functional Integration Technology Group） 
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研究グループ長：藤代 芳伸 

（中部センター） 

概 要： 

資源生産性を考慮したエネルギー部材・モジュール

製造技術として、高性能なセラミックリアクターや次

世代蓄電デバイス等の革新的な材料・製造技術の実現

が期待される。小型高効率化や多機能化といった飛躍

的な性能向上を実現するためには、従来技術では不可

能であった機能発現を目指し、ナノレベルでのセラミ

ック構造制御やイオン伝導性材料や機能触媒等の最適

化により、高度に集積した部材構造を造り込むモジュ

ール化技術の開発が不可欠となる。高度なセラミック

集積化プロセス技術の開発により、次世代型固体酸化

物形燃料電池（SOFC）等の電気化学デバイスの多燃

料利用技術や低温域からの急速起動・停止運転での耐

久性向上等を目指し、マイクロ燃料電池等の接続技術

として、ガスシール性を有し接続抵抗値を0.5Ω以下に

抑えるセラミック集電シール接続技術を開発し、従来

の金属集電に代わるモジュール化技術を見出した。ま

た、LPG で直接発電可能なハンディ型燃料電池デバイ

ス開発や高効率電気化学物質変換デバイスへの展開を

目指し、低温域で高効率電解が可能なセル・スタック

製造技術等を開発した。さらに、次世代セラミック蓄

電池向のセラミック電解質での金属負極用セパレータ

等に適応可能な高イオン伝導性と耐還元性を有する界

面制御技術等を開発し、電動化が進む次世代自動車や

ポータブル分散電源等での高効率発電と高容量蓄電技

術を組合せたハイブリッド電源技術等の実現に向けた

革新的な材料・製造技術を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目25 

 

結晶制御プロセス研究グループ 

（Crystal and Materials Processing Group） 

研究グループ長：秋本 順二 

（つくば中央第5） 

概 要： 

資源生産性を考慮したエネルギー部材・モジュール

製造技術として、次世代型のリチウム二次電池等に適

用可能な高性能な結晶材料の開発が期待されている。

当グループでは、低温溶液合成法などの素材製造技術、

良質な結晶育成技術、並びに結晶構造解析技術・評価

技術を応用・発展させて、新規結晶材料の開拓とその

製造技術の確立を目指している。 

具体的には、イオン交換合成法、低温溶融塩法、オ

ゾン酸化法、マイクロ波加熱法などの低温溶液を用い

た素材合成技術を開拓・適用し、コバルトフリー正極

材料に代表される高容量・低コストの電極材料である

マンガン酸化物、チタン酸化物などの新規機能性無機

結晶材料の合成・開発を実施した。また、基盤技術で

ある結晶構造解析技術・物性評価技術の高度化、およ

び精密結晶成長技術の確立を目指した研究開発を行っ

た。さらに、次世代ポストリチウム二次電池への応用

が期待される新規酸化物材料等の設計・合成と評価を

実施した。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

特異反応場プロセス研究グループ 

（Specific-Field Processing Group） 

研究グループ長：安岡 正喜 

（中部センター） 

概 要： 

外的エネルギー（急速昇温・急冷、電場、磁場、光、

圧力、引張、超音波、マイクロ波など）および内的変

化（爆発、自己組織化、均質化、成長など）により形

成される特異な化学反応場や特殊な環境場等を利用す

ることによって目的の材料を得ることや、新たな環境

下での新規なプロセスの開発及びその産業応用への展

開を図ることをグループの長期的目標とする。対象と

しては、モーターなどの動力変換部材、熱電変換部材

等の材料開発製造プロセスの開発や、熱音響変換シス

テムを利用した排熱利用プロセスの開発等があげられ

る。すなわち特異反応場を利用することにより、従来

法とは異なった構造や特性を付与した新規部材創製の

ためのプロセスを提案し、それらの反応場に関する最

適化や、可制御性付与に重要なパラメータの抽出を理

論解析及び実験の両面から進める。また、出口指向の

展開においては、将来のニーズをとらえた製造プロセ

スの開発を推し進める。例えば自動車分野における電

気自動車の高性能化につながる新規磁石の開発や、

CFRP による軽量化を推進するための高速製造プロセ

スの開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目27 

 

機能・構造予測検証研究グループ 

（Functional and Structural Damage Verification 
  Group） 

研究グループ長：鈴木 隆之 

（つくば東） 

概 要： 

近年、機器構造物は「最小の資源」、「最小のエネル

ギー」で、「安全信頼性」を確保しつつ、「最大限の機

能・特性」を発揮することが要求されている。したが

って、製造時や供用過程中に生じる損傷・欠陥を評価

し、これに基づき機器構造物の「寿命・余寿命予測」

や「メンテナンス計画の策定」を実施すること、さら

にはこれらの知見を通して設計上流の概念設計へと反

映させることが必要になっている。当研究グループで

はこれらの要求に応えるべく、先進材料を含む様々な

系の材料を用いた機器構造物を対象に、実機で生じる

複雑欠陥について評価が可能な非破壊損傷評価技術の
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開発を行う。また、材料の耐久性評価試験や欠陥解析

を実施し、機器構造物の寿命・余寿命予測システムを

構築する。さらに、これらの知見をもとに合理的なメ

ンテナンス計画の策定に反映させる。 

研究テーマ：テーマ題目９、テーマ題目28 

 

システム機能設計研究グループ 

（System Functional Design Group） 

研究グループ長：増井 慶次郎 

（つくば東） 

概 要： 

本年度は、部門重点課題である「新たな加工技術、

劣化評価技術を包含した機器設計のための基本システ

ムツール開発」において、デザイン・ブレイン・マッ

ピングツール（DBM）を二つの事例に適用し有効性を

検証した。一つは複雑で大規模な宇宙機器の開発事例

への適用であり、もう一つは、マルチフィジックス解

析が必要である電磁鋼板の工程設計についてである。

事例検討を通じて、新たな上流設計方法論を体系化す

るとともに、DBM と他の設計支援ツールとの連携を

強化することができた。また、戦略予算で実施された

「戦略メタル国内資源循環プロジェクト」においては、

都市鉱山を構成する使用済み製品の回収フローについ

て、ノート PC からのタンタルの回収を例題として、

リサイクル業に従事する事業者のコスト推計を行うシ

ミュレーションモデルを構築するとともに、ディスプ

ロシウムを対象にリサイクル限界費用曲線（特定リサ

イクル量を得るための費用を示す曲線）の試算を行っ

た。さらに管理型都市鉱山の設計では、部品リユース

等有価物の回収を効率化するため、製品アーキテクチ

ャを考慮して、分解・組み立て・調整コストと輸送コ

ストを同時に最適化するための計算手法を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目９ 

 

製造情報研究グループ 

(Manufacturing Information Group） 

研究グループ長：澤田 浩之 

（つくば東） 

概 要： 

企業の競争力や体質の強化を目的として、受注、製

品設計、工程設計、生産計画、製造管理、出荷管理、

在庫・物流管理等、設計製造プロセスの情報化推進を

支援するための研究開発およびその導入のための技術

指導を行っている。その一環として、あらかじめ用意

されたソフトウェア部品を組み合わせることによって

簡便に IT システムを構築するソフトウェア作成ツー

ル MZ Platform を開発し、産総研コンソーシアム「MZ
プラットフォーム研究会」を通じて公開している。ま

た、ものづくり支援ツールの1つとして、各地の公設試

験研究機関や産総研産学官連携推進部等との協力によ

り、普及セミナーや講習会の開催、技術研修、製造業

への導入と業務システム開発、民間ソフトウェアベン

ダーへの技術移転を進めているほか、故障解析支援シ

ステム等、MZ Platform をベースとした設計製造支援

ソフトウェアの研究開発も実施している。これ以外に

も、製品設計の初期段階や工程設計段階で利用可能な

シミュレーション技術やモデリング技術の研究、数理

的手法の製造技術への応用研究を並行して行っている。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目12 

 

基盤的加工研究グループ 

(Metal Processing Research Group) 
研究グループ長：岡根 利光 

（つくば東） 

概 要： 

切削、鋳造、鍛造、熱処理、溶接の各加工技術を対

象に、加工評価実験・加工現象のモニタリング手法や

シミュレータ開発を通して、加工メカニズムの解明と

高度化を進めている。AR 技術を活用した作業支援、

積層造形技術を活用した鋳造用砂型製作技術を開発し、

鋳造品の高性能化を図っている。 

IT を活用した技能継承技術の開発を目標に、ものづ

くり製造分野における技術・技能を分析・モデル化し

て表現する技術の研究を進め、これらの成果をベース

とした技能継承支援ツール「加工テンプレート」につ

いて普及活動を進めている。IT を利用した中小企業へ

の技術の普及・技術支援を目的に、現在 web で公開し

ている「加工技術データベース」についても、当グル

ープの対象加工分野についてメンテナンスと拡充・普

及活動を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目５、 テーマ題目10 

 

加工基礎研究グループ 

（Processing Fundamentals Research Group） 

研究グループ長：三宅 晃司 

（つくば東） 

概 要： 

金属などの延性材料に対しては、クラックを加工物

に残さずに材料の一部を削り取る延性モード加工が当

然と考えられている。半導体や単結晶、セラミックス、

そして光学ガラス等の硬くて脆い材料であっても、一

定の条件を満たせば金属材料と同様に微視的に塑性変

形が発生し、延性モード加工が可能になる。そこで、

「難加工材」とよばれる部材の高効率高精度加工を実

現する加工方法を考える場合、微視的な領域で発生す

る塑性変形挙動や物理化学現象について詳細に解析し、

活用することが必須であると言える。本研究グループ

では、様々な専門知識を有する研究員が加工プロセス

を物理化学的見地から観察・分析・解析し、材料の「変

形」と「すべり」と「表面破壊」をきちんと理解する
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ことにより、機械加工のための基礎現象を把握するこ

とで、制御性の良い「難加工材」の加工方法の開発を

目指す。これらの研究を進めるうえで企業との連携も

重要と考え、資金提供型共同研究を「トライボロジー

研究グループ」および「表面機能デザイン研究グルー

プ」と協力して積極的に推進するとともに、それぞれ

の重点課題参加グループとも連携を取りながら研究を

推進する。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目９、テーマ題目

10、テーマ題目29、テーマ題目30 

 

エンジニアリングセラミックス研究班 

（Engineering Ceramics Research Party） 

研究班長：平尾 喜代司 

（中部センター） 

概 要： 

半導体、非鉄、鉄鋼などの製造業、さらには、環境・

エネルギー分野における機器、システムはますます高

度化し、これらのシステムを構成する部材に求められ

る要求性能も高いものになってきている。セラミック

スは高い弾性率、硬度、耐熱性、軽量性、耐食性など

優れた特性を兼ね備えており、金属、プラスチックで

は対応が困難な環境で用いられる材料・部材としてま

すます重要なものとなっている。 

当研究班は、この様な社会的な要請に応えるため、

エンジニアリングセラミックスに係る二つの研究グル

ープ（セラミック機構部材プロセス研究グループ及び

セラミック組織制御プロセス研究グループ）を横断的

にまとめ、本分野における研究を一層加速させるため

に平成20年度に設置された。これまでに蓄積してきた

セラミックスの材料・プロセッシングに関する研究成

果を基盤技術として、社会ニーズに則した新たなシー

ズ技術の探索、NEDO プロジェクトや民間企業との共

同研究等を通して高性能セラミック部材を活用した省

エネルギーに資する技術の開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目25  

 

先進コーティング技術プラットフォーム研究班 

（Research party for Advanced coating technology 
  platform） 

研究班長：明渡 純 

（つくば東、つくば中央第5、中部センター） 

概 要： 

先進製造プロセス研究部門で開発された「エアロゾ

ルデポジション法」や「光 MOD 法」、「レーザー援

用インクジェット法」、「テーラーリキッドソース」

などの新規コーティング手法を実用化して社会に還元

するためには、民間企業との緊密かつスピーディーな

連携をとることが必要である。 

本年度は、同プラットフォームの本格的な立ち上げ

を目標に、構成メンバー内でのミーティングを通し、

新たなベンチマークを行い、本プラットフォーム主催

の講演会やオープンラボなどを通して、積極的に成果

発信していく。具体的なベンチマーク対象としては、

昨年度、同プラットフォームで民間企業から技術相談、

試料提供契約に至った案件の中で、特に市場ニーズが

明確なパワーデバイス用高密着強度配線応用や耐摩耗、

潤滑膜コーティングなどを想定し、AD 法や光 MOD、

テーラーリキッドソース、ナノクリスタル材料を LIJ
法などと組み合わせ、従来技術のスパッタ法や CVD
法等とのベンチマークを行い、その特徴や優位性を明

らかにし、技術移転の加速を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

５、テーマ題目６、テーマ題目７、テーマ

題目９、テーマ題目10、テーマ題目11、テ

ーマ題目14、テーマ題目15、テーマ題目16、

テーマ題目23  

 

ものづくり支援ツール研究班 

(Monozukuri Support Tools Research Party) 
研究班長：岡根 利光 

（つくば東） 

概 要： 

平成21年度まで、産総研旧デジタルものづくり研究

センターでは、日本の製造業の技術力向上、技術・技

能継承、IT 化促進を目的として、中小企業庁プロジェ

クト等において、機械部品製造に係る幅広い加工技術

情報をインターネットで公開する「加工技術データベ

ース」、自社の技術・技能の分析・蓄積・利用による技

能継承・共有化するための IT ツールとしての「加工

テンプレート」、高度な IT 知識を必要としない業務用

アプリケーションソフトの開発環境としての「MZ プ

ラットフォーム」を開発し、製造企業への普及を図っ

てきた。平成22年度から、旧デジタルものづくり研究

センターが先進製造プロセス研究部門と統合するにあ

たり、これらの開発に携わってきた2つの研究グループ

（基盤的加工研究グループ及び製造情報研究グループ）

を横断的にまとめ、上記3つの開発成果を「ものづくり

支援ツール」としてさらに整備し、企業現場へのさら

なる普及活動を実施することを目的として当研究班を

設置した。 

企業への普及においては、産総研地域センター、各

地の公設試験研究機関、工業組合等の諸団体との連携

による普及活動を図る。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目10、テーマ題目

12、テーマ題目16、テーマ題目29 

 

CFRP 研究班 

（CFRP Research Party） 

研究班長：飯田 康夫 
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（中部センター、つくば東） 

概 要：  

炭素繊維強化プラスチック（CFRP）は、次世代自

動車や航空機等の輸送機器、医療機器、社会インフラ

材の軽量化を主な目的として、活発な研究開発が国内

外で進められている。当研究班では、熱硬化性及び熱

可塑性 CFRP（CFRTS、CFRTP）を対象に、低コス

ト製造プロセスの確立を目指し、高速成型技術、加工

技術、およびそれらの基礎となる基盤技術の研究開発

を部門内の研究グループを横断して推進している。研

究開発を推進するため、繊維と樹脂の密着性の評価機

器、機械特性の評価機器などの研究開発のインフラ整

備を行っている。さらに、関連する大学、企業、公的

研究機関との連携を積極的に進め、CFRP の産業応用

を加速するためのネットワーク形成を図っている。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目５、テーマ題目

８、テーマ題目9、テーマ題目10、テーマ題

目21、テーマ題目28、テーマ題目29 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高性能セラミックス部材と表面加工技

術を用いた省エネ製造技術（高性能セラ

ミックス部材関連技術） 

［研究代表者］近藤 直樹（セラミック機構部材プロセ

ス研究グループ） 
［研究担当者］近藤 直樹、長岡 孝明、堀田 幹則、

北 憲一郎、吉澤 友一、日向 秀樹、

周 游、宮崎 広行、福島 学、 

平尾 喜代司、大司 達樹 

（常勤職員11名） 
［研究内容］ 

製造業における消費エネルギーの削減はエネルギー・

環境問題の両面から極めて重要な課題である。本研究で

は、製造産業における生産からリサイクルに至るプロセ

ス全体の省エネルギー化を図るために、断熱性等の機能

を2倍以上とした革新的セラミック部材等の製造技術を

開発することを目的としている。平成25年度の成果は次

の通りである。 

多孔体の製造方法として、これまでにゲル化剤水溶液

にセラミックス粒子、不凍性添加物を分散したスラリー

をゲル化し、ゲル体を凍結、真空乾燥、焼結により、最

大98%の気孔率を有し円筒状気孔、あるいは閉塞した気

孔形態からなるセラミックス断熱材の開発に成功してい

る。 

本技術を基盤技術として、天然原料や工業用粉体を原

料とした断熱材も開発し、スラリー濃度、添加物量、凍

結速度、焼結温度等のプロセス因子と熱伝導率、機械特

性、気孔形態との相関関係を検討すると共に成形技術の

開発も成功した。 

 また、様々な低熱伝導性無機原料の探索を進めるとと

もに、部材大型化と開発材の各種性能評価に取り組んだ。

天然原料から作製した断熱材は気孔率87%、0.25W/

（m∙K）の低熱伝導率でありながら12MPa の高い圧縮強

度を有し、高気孔率と高強度の両立を達成した。 

また、アルミ溶湯搬送用途を想定し、セラミックス中

空ユニットで構成される球体構造の断熱容器モデルを作

製、従来耐火物品に比べて60%の軽量化と放熱量の58%
低減の効果を示した。この開発した断熱容器のさらなる

用途展開の候補として、溶融塩をもちいた高温未利用熱

の蓄熱及び輸送システムを構想した。 

溶融塩に対して優れた耐久性を示すアルミナセラミッ

クスを候補とし、その組織をコストと耐熱衝撃性の観点

から多孔質化して溶融塩用容器部材に適用することを検

討した。部材の耐久性向上方法として、多孔質部材表面

のアルミナ皮膜形成による耐久性向上の可能性を検討し

た。2種類の異なる気孔率（25%と50%）を持つアルミナ

多孔体表面へのアルミナ溶射を試み、皮膜形成の可否、

その性状と塩化物系溶融塩（700℃、400h 曝露下）に対

する耐久性を評価した。結果、いずれの多孔体表面上に

もアルミナ皮膜を形成することができたが、緻密な皮膜

形成には今後の検討が必要である。一方、長時間腐食下

でも皮膜形成により強度は向上し、耐久性を有すること

を示した。 

 加えて、固体状態の塩の熱伝導性向上を目的とし、溶

融塩へ微粒・板状・粗粒アルミナフィラーを混合した試

料を作製し、蓄熱量と熱伝導率の測定を行った。結果、

板状アルミナを混合させることにより、蓄熱量保持と熱

伝導性向上のバランスに最も優れていることを示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］多孔体、気孔、隔壁、断熱、中空ユニッ

ト、搬送容器、蓄熱、溶融塩、耐食性 

 

［テーマ題目２］高性能セラミック部材と表面加工技術

を用いた省エネルギー製造技術の開発

（表面機能付与プロセス技術の開発） 

［研究代表者］大花 継頼 

（トライボロジー研究グループ） 

［研究担当者］大花 継頼、鈴木 健、是永 敦、 

間野 大樹、三宅 晃司、日比 裕子、

中野 美紀（常勤職員7名） 

［研究内容］ 

本課題は表面に機能性を付与することにより省エネル

ギーに資する技術の開発を目的とする。これまでに、マ

イクログルーブ表面に多層膜を積層することによるナノ

構造の摩擦低減効果について検討を行ってきた。マイク

ロの構造とナノ積層膜を組み合わせることで、摩耗して

もナノ構造の自発的な再生が期待されるので、シビアな

条件かつ長時間の機能発現が実現可能である。積層構造

を構成する材料として、炭化ケイ素とカーボンの組み合

わせが実験室レベルの線接触摩擦特性評価試験によって

優れた密着性・摩擦特性・自己修復性を示すことを見出
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している。実用化を目指して、大面積および高荷重での

耐久試験を実施したところ、さらに耐久性を向上させる

必要があることが明らかとなったため、本年度は、積層

膜と基材の界面に中間層の導入を試みた。100nm 程度の

中間層を用いることで、大幅な耐久性の向上が確認され、

約2倍の荷重に耐えることが明らかとなった。さらに、実

用化に向けた取り組みとして、すべり軸受への適応を想

定し、基油を用いたすべり軸受特性評価試験を実施した。

現行のすべり軸受とナノ構造を付与した軸受との比較に

より、ナノ構造の有用性を確認した。流体潤滑領域では

摩擦特性にほとんど差がないが、混合潤滑領域では摩擦

係数の減少が観測され、ナノ構造による摩擦低減効果で

あると考えられる。また、ナノ構造による摩擦低減効果

発現の機構解明に向けた取り組みとして、ナノ構造の摩

擦特性に与える表面エネルギーの影響を検討した結果、

自己組織化膜によりナノ構造の表面エネルギーを制御で

きることを見出し、かつ摩擦特性がナノ構造を構成する

各材料の表面エネルギー差により変化することを明らか

にした。さらに、ナノ構造を構築するマイクロパターン

の最適化のために、規則パターンだけではなく、ランダ

ムパターンについても検討を開始した。ショットピーニ

ングにより表面をランダムに変形させることで、マイク

ロパターンを作製し、この表面にナノ構造を積層させる

ことで、ランダムパターンを持つナノ積層構造を構築し

た。基油を用いた線接触の摩擦摩耗試験では、規則パタ

ーンと比較してもさらに低い摩擦特性を示すことを確認

できたが、さらにマイクロパターンの最適化および基材

の影響等を検討するする必要があることが明らかとなっ

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］トライボロジー、表面機能化、テクスチ

ャー、摩擦制御技術、コーティング 

 

［テーマ題目３］オンデマンド・リペア技術の基盤的開

発 
［研究代表者］明渡 純（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］明渡 純、土屋 哲男、小倉 一朗、 

芦田 極、佐藤 冶道、松崎 邦男、 
荒井 裕彦（常勤職員7名） 

［研究内容］ 
多様なニーズに応え、部材・デバイス・製品製造に関

する省資源・省エネルギーに貢献するため、オンデマン

ドで多品種変量生産に対応できる製造基盤技術、さらに

は高効率製造、長寿命化を考慮したリペア技術の確立を

目指す。レーザー援用 IJ では熱流体計算システムを導入

し、想定される物理モデルの微修正とインク溶媒蒸発に

伴う粘度、表面張力変化の最適パラメータを抽出し、シ

ミュレーションと描画実験が良く一致。現在、欠陥リペ

アに対応したインク粘度、表面張力の最適設計及びイン

ク液滴吐出量の最適化を検討中。欠陥検出装置では，試

料表面を 3,750rpm でスキャンし、複数の PD 出力で検

出に成功した。光 MOD では、オンデマンドリペア手法

を用いた抵抗体製造時のトリミングによる劣化のない新

規プロセスを考案し、パターニング及び抵抗体材料の抵

抗値制御を実証した。 
異種材溶接では、直接溶融接合困難なチタン／鉄・溶

接で母材強度相当の接合強度を得た。温間 5 軸スピニン

グ加工ではステンレス薄肉管の異形形状成形条件を、積

層成型プロセスでは密度 99%以上の成型条件を明らかに

した。複雑形状鋳型製造に向けた積層造型プロセスでは、

高速化、異種材料複合成形と鋳造プロセス制御のための

ヒューマンインターフェイスの課題抽出を完了。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］オンデマンド、リペア、多品種少量、レ

ーザー援用インクジェット、塗布熱分解

法、塗布光照射法、欠陥検出、レーザー

走査、スピニング加工 

 

［テーマ題目４］先進コーティング PF 活性化のための

ベンチマーク評価の促進 

［研究代表者］明渡 純（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］明渡 純、加藤 一実、木村 辰雄、 

真部 高明、相馬 貢、山口 巖、 

松井 浩明、大花 継頼、土屋 哲男、

中村 挙子、中島 智彦、廣瀬 伸吾、

小木曽 久人、佐藤 治道、朴 戴赫、

馬場 創、佐藤 宏司、瀬渡 直樹、 

鈴木 宗泰、中野 禅、村上 敬、 

荒川 さと子（常勤職員21名、他1名） 

［研究内容］ 
先進製造プロセス研究部門で開発された新規なコーテ

ィングプロセスをスピーディーに実用化して社会に還元

するため、産総研オリジナル手法と従来型のコーティン

グ法とのベンチマークによる比較検証や用途に応じた適

用性の系統的分析を HP 上で公開することで、成膜プロ

セスの産業化の加速を目指す。本年度も、ウェブサイト

訪問者数：8,000名（平均約20名/日）、年間100件を超す

技術相談を受け、この活動が開始された平成22年12月～

現在までに、技術相談件数：537件、試料提供契約：63

件、資金提供型共同研究：53件、民間企業からの資金提

供額合計：180百万円という活発な実績を上げている。成

果発信として、AD 法とコールドスプレー法や従来薄膜

技術とのベンチマークを実施、その結果を HP で更新し

た。また、4回にわたる先進コーティング（勉強）研究会

を開催、招聘研究員として民間企業技術執行役員クラス

の著名な研究者を招き、業界動向のアドバイスや企業紹

介を受けた。さらに、産総研オープンラボにも出展・講

演会を行い、国内外から多数の参加者を集め、活発な議

論と高い関心を集めた。また、産総研オリジナル成果普

及を目指した地方公設試や大学との連携についてもイノ
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ベーション推進本部・関東産学官連携推進室と、地域試

や県下の中小企業との連携を図る新しい仕組みを構築。

現在、これを全国展開に広げることを検討中。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］エアロゾルデポジション、レーザー援用

インクジェット、光 MOD、テーラーリ

キッドソース、防錆コーティング、赤外

コーティング 

 

［テーマ題目５］オンデマンドプロトタイプ技術の開発 

［研究代表者］松崎 邦男 

（難加工材成形研究グループ） 

［研究担当者］松崎 邦男、岡根 利光、中野 禅、 

清水 透、花田 幸太郎、佐藤 直子、

岩本 和世、梶野 智史、今村 聡、 

碓井 雄一、伊藤 哲（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

製造分野での国際競争力強化と新しい産業での雇用創

出のために、革新的な製造プロセスの開発が望まれてい

る。本研究では従来の手法では製造が困難な複雑形状・

構造で高付加価値を有する製品について、試作のみなら

ず最終製品の迅速な成形が可能な積層造形法の開発と積

層造型技術をベースにした、複雑・薄肉形状のオンデマ

ンド鋳造品の生産技術開発を進めるために、複雑・薄肉

形状への高品位充填を可能にする充填プロセス技術、AR
技術を利用したシミュレーション情報等の作業情報と現

場との重ね合わせ表示技術等による作業の支援と評価技

術、製品の欠陥・物性評価技術を開発することにより、

オンデマンド生産に対応した製造プロセスの確立を目的

としている。 

レーザー積層造形法によるチタン合金の成形で、造形

条件を検討することで、ほぼち密な成形体を得ることが

できた。レーザーの出力、走査速度、積層厚さより算出

したエネルギー密度と得られた成形体の相対密度にはよ

い相関性が見られ、エネルギー密度200J/mm3以上で新

密度に近い試料が得られることが分かった。また、条件

を変えることでポーラス構造の製造も可能であり、生体

応用としての可能性を示した。その他、レーザー積層造

形装置の改良を行い、従来よりも少ない粉末で成形を可

能とした。また、積層造形用の粉末原料として TiAl の製

造法の検討を行った。 

作業支援技術の開発ではヒューマンインターフェース

として高解像度両眼ビデオシースルーディスプレイの開

発を行い、実際に作業で使用される対象物やツールを用

いて事前に作業動作を行って，その作業結果を作業対象

物に重ね合わせて作業者に提示することが可能なシステ

ムを開発した。この技術を用いた事前の作業訓練支援に

よって作業者の効率よい熟練度向上が期待でき、例えば

このシステムでは鋳造プロセスにおいて記録された取鍋

動作を何度も再生できるため，初心者にとってはその再

生中の取鍋の動きになぞるようにその動作を真似ること

で同じ動作を繰り返し訓練が可能となり、また熟練者に

とっては，これまで見えなかった内部の様子を見ること

でより理解を深めることが期待できる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］Additive Manufacturing、積層造形、 

積層造型、粉末冶金、鋳造、複雑形状、

複雑構造 

 

［テーマ題目６］次世代セラミック電池材料・製造技術

の開発（熱利用 SOFC/SOEC 技術、次

世代二次電池技術） 

［研究代表者］藤代 芳伸 

（機能集積モジュール化研究グループ） 

［研究担当者］藤代 芳伸、濱本 孝一、鈴木 俊男、

山口 十志明、鷲見 裕史、秋本 順二、 

間宮 幹人、木嶋 倫人、永井 秀明、

片岡 邦光、赤松 貴文、申 ウソク、 

真部 高明、廣瀬 伸吾、明渡 純 

（常勤職員15名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
資源生産性を考慮したエネルギー部材・モジュール製

造技術として、次世代自動車や再生可能エネルギー利用

のスマートグリットでの分散電源等に利用される、安全、

高容量、低コストの新たな次世代電池デバイス材料・部

材製造プロセス技術として、ナノレベルからの構造制御

を活用する機能性セラミック材料や集積技術等の製造プ

ロセス技術を活用する次世代セラミックス蓄電池を検討

した。全固体電池や空気電池等の次世代蓄電池の実現を

目指したセラミック電解質部材技術開発として、高電位

チタン酸化物系負極材料の特性改善を行い、250mAh/g
までの高容量化に成功するとともに、常温で高い Li イオ

ン伝導を有する LTAP（Li1+x+yTi2-xAlxSiyP3-yO12）電解質

シートのシール特性向上に関する検討を行い、焼結特性

を改善する添加材に関する探索を行った。その中で、

LTAPと同じ菱面体晶系のNASICON型結晶構造を有す

る LCZP(Li1.1Zr1.9Ca0.1(PO4)3)が LTAP よりも焼結性が

良く、300Ωcm2@室温級の電気特性を示す良好なシート

材製造技術を明らかにした。また、新規マイクロ SOFC
集積モジュール製造技術として、マイクロ燃料電池等の

接続技術として、ガスシール性を有し接続抵抗値を0.5

Ω以下に抑えるセラミック集電シール接続技術を開発し、

従来の金属集電に代わるモジュール化技術を見出した。

また、φ3.5mm マイクロチューブセルを用いた8×8＝

64セルスタック(DC60W)を一つのモジュールとして試

作し、セル材料レベルの電気化学特性確認し、10%プロ

パンガス及び n-ブタンガス(3%加湿)を用い、100時間連

続発電における耐久試験、及び交流インピーダンス測定

等による初期劣化特性を確認した。それにより、650℃、

0.1A/cm2の負荷条件での100時間の連続発電では、劣化
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率は10%以下（数%程度）で、発電での劣化が無い事を

明らかにするとともに、直列接続したマイクロチューブ

SOFC での接続や発電でのセル間の性能のばらつきも確

認し、モジュール内での電圧や電流密度のばらつきが無

い事を確認した。さらに、AD 法での色素増感型太陽電

池製造技術として、AD 法による二酸化チタン多孔質光

電極構造の作製を行い、作製条件を最適化した。これら

の検討により、セル構造による電池特性評価を実施し、

ガラス基板上での変換効率9.2%、プラスチック基板上で

変換効率8.0%を達成し(4mm 角、AM1.5、100mW/cm2)、

フィルム基板を用いた色素増感太陽電池として熱を加え

ない光電極作製プロセスにて、世界最高レベルの変換効

率を得ることに成功した。以上のように、材料・製造基

盤技術での性能向上により、省資源量で最大限の効果を

有するエネルギーモジュール関連技術を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］機能－構造部材融合化、マイクロ 

SOFC 製造技術、水蒸気電解セル、ポー

タブル電源、セラミック電解質、高集積

化プロセス、機能性イオン伝導セラミッ

クス、セラミックナノ構造電極、ナトリ

ムイオン電池、金属空気二次電池、全固

体電池、シート成形、電気自動車、分散

電源 
 

［テーマ題目７］マルチガスセンサ素子の高感度化 

［研究代表者］申 ウソク（電子セラミックプロセス研

究グループ） 

［研究担当者］申 ウソク、伊豆 典哉、伊藤 敏雄、

赤松 貴文、加藤 且也、中村 仁美、

加藤 一実、木村 辰雄、増田 佳丈（常

勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

呼気分析等の非侵襲な生体情報計測において新しいシ

ステムの要であるセンサデバイスの開発としてマルチガ

スセンサ素子の高感度化を進める。熱電式マイクロデバ

イスを用いた、呼気中の水素、一酸化炭素、メタン濃度

を1チップで迅速かつ選択的に計測できるマルチガスセ

ンサ及び、呼気中のアルデヒドやアルコールを、酵素用

いて検出る新しいセンサの高感度化技術を進めた。 

熱電式センサの技術については、センサ素子の燃焼触

媒集積化の高度化が不可欠であり、①粒子分散状態がガ

ス燃焼性能を向上させる、②触媒塗膜の形状制御を含む

マイクロデバイスのデザインを改良し、ppm レベルのガ

スを迅速に測定するセンシング技術を確立することを目

標にした。バイオセンサについては、支持体電極の材質

と微細構造が酵素反応に与える影響について検討するこ

とを目標にした。 

平成25年度は、熱電式センサについては触媒配置及び

プロセスを変更し4つのメンブレンのマルチセンサデバ

イスを試作した。電圧信号のドリフト、環境ノイズを抑

制し、3つの触媒を同時に加熱しながら、水素、CO、メ

タンの10～1,000ppm の範囲で応答特性及び選択性を確

認した。センサ1個の単独動作より比較的に選択性が悪化

すること、CO 触媒の選択性と経時劣化の新たな課題を

確認した。4つ目の素子のオフセット電圧の制御及びその

電圧変化を活かして流速センサとしての動作を確認した。 

バイオセンサでは、ホルムアルデヒド検出用のホルム

アルデヒド脱水素酵素を TiO2基板上に固定したセンサ

を開発し、酸化チタン薄膜の微細構造と膜厚についての

検討を行った。希薄溶液を用い低温合成した凸状結晶か

らなる酸化チタン膜上に酵素を堆積したセンサ膜でいず

れも高い酵素活性を示し、その相対活性度は、H24年度

作製した酸化チタンナノ粒子堆積膜と比較して、2倍程度

上昇出来た。また酸化チタン膜上の酵素の構造、ならび

に薄膜と酵素の結合状態の解析を進める。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］デバイス集積化用触媒、ガスセンサ、熱

電、ホルムアルデヒド脱水素酵素、酸化

チタン、溶液析出法、ナノ結晶 

 

［テーマ題目８］高速・高効率加熱技術に於ける CFRTP
の動態観察 

［研究代表者］堀田 裕司 

（無機複合プラスチック研究グループ） 

［研究担当者］堀田 裕司、今井 祐介、島本 太介 

（常勤職員3名） 

［研究内容］ 

次世代の輸送機器（航空機、自動車、鉄道等）、発電用

風車、建材において、軽量性・強度に優れる炭素繊維強

化プラスチックが注目されている。炭素繊維強化プラス

チックは炭素繊維と樹脂からなる複合材料であるが、現

在の製造工程では一般的に熱硬化性樹脂が用いられるた

めに成形時間が長く、大量生産品への対応が困難なこと

等の問題がある。そのため、炭素繊維強化プラスチック

の開発に於いては、マトリックス樹脂を現状の熱硬化性

樹脂から熱可塑性樹脂へ転換することが求められている。

特に生産性と品質保証が大きな課題である自動車分野で

は、熱可塑性 CFRP（CFRTP）の高速成形及び品質確保

のための基礎的データの蓄積と技術開発が重要とされて

いる。本年度は、「局所的な高速・高効率加熱による高速

成形法」と期待されるマイクロ波（MW）を CFRTP の

成形技術に適応するための基礎的データの取得を目的に

研究を行った。マイクロ波（MW）は CFRTP 中の炭素

繊維を加熱することにより、内部から複合材を軟化させ

ることができるため、高速且つ高効率な新規な成形法と

して期待できる。一方、炭素繊維の急激な発熱によって

樹脂が過熱され、劣化が生じることが懸念される。MW
加熱技術を CFRTP の成形に適用するにあたっては、

CFRTP 中の熱伝播の把握及び均一な熱分布、加熱温度
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の制御、並びにマトリックス樹脂挙動の把握が重要であ

る。これらの課題を研究することで、最終的には CFRTP
の高速成形に必要なマトリックス樹脂の特性を材料側か

らの視点で提言できる。そのため、「MW 照射に於ける

CFRTP 中の熱伝播と熱分布、加熱温度の相関」、「炭素

繊維とマトリック界面の樹脂挙動」、「熱伝導性樹脂をマ

トリックスとした場合のCFRTPに於けるMW加熱の研

究と高速成形の可能性」について研究を実施した。1本の

炭素繊維を熱可塑性樹脂に挟み込んだシート状のモデル

試料を作製し、長作動サーモビューアを用いてマイクロ

波照射に於ける熱伝搬と熱分布を熱画像により確認した。

MW 照射によって加熱された炭素繊維の熱は、繊維から

マトリックスへ伝搬・分布することが分かった。また、

マトリックスの熱伝導率を向上させることで、繊維とマ

トリックス界面の熱劣化を抑制し且つ熱伝藩が良好にな

ることを見出した。さらに、長作動顕微鏡を用いて、3

本の炭素繊維を挟み込んだ熱可塑性樹脂に於ける樹脂挙

動を in-situ で観察した。MW 照射したときのマトリッ

クス樹脂の挙動の経時変化の様子は、MW 照射直後から

炭素繊維周辺のマトリックスが変形し初め、炭素繊維に

沿ってマトリックスは溶融した。MW 照射時間が長くな

ると、熱伝導率の低いマトリックス樹脂（ポリプロピレ

ン：0.15W/m∙K）では、MW 照射によって加熱された

炭素繊維から樹脂に熱が伝わりにくいために繊維/樹脂

界面で熱が籠もり、局所的にマトリックスが劣化する様

子が本実験で捉えられた。一方、マトリックスの熱伝導

率を0.3W/m∙K に調整した試料では、炭素繊維周辺のマ

トリックスの溶解ならびに劣化が抑えられる様子が観察

された。MW 照射によって加熱された炭素繊維からマト

リックスへ熱が良好に伝わると考えられる。これらの結

果から、マイクロ波プロセスを用いた CFRTP の製造に

於いては、マトリックスの熱伝導率の調整が重要である

ことを見出した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］複合材料、CFRTP、熱可塑性樹脂、マイ

クロ波、劣化抑制 
 

［テーマ題目９］新たな加工技術、劣化評価技術を包含

した機器設計のための基本システムツー

ル開発 

［研究代表者］増井 慶次郎 

（システム機能設計研究グループ） 

［研究担当者］増井 慶次郎、鈴木 隆之、西村 良弘、

笹本 明、原田 祥久、中住 昭吾、 

村松 眞由、加納 誠介、平澤 誠一、

藤澤 悟、Ryalov Oleg、松崎 邦男、花

田 幸太郎、中野 禅、加藤 正仁、大

花 頼継、鈴木 健、是永 敦、 

間野 大樹、三宅 晃司、日比 裕子、

中野 美紀、近藤 伸亮、往岸 達也、

澤田 有弘、高本 仁志、芦田 極、 

栗田 恒雄（常勤職員28名） 

［研 究 内 容］ 
機械やシステムの基本設計に必要とされる候補構造材

料の加工に対する信頼性、機械寿命、リサイクル性を予

測するために、実際の運用を想定した評価試験と計算工

学手法を融合したトータルデザイン支援技術を開発する

ことを目的とする。 

本年度は、デザイン・ブレイン・マッピングツール

（DBM）を二つの事例に適用し有効性を検証した。一つ

は複雑で大規模な宇宙機器の開発事例への適用であり、

もう一つは、昨年度から加工方法等について検討してき

た電磁鋼板を用いた製品レベルでの適用事例として電気

自動車を取り上げた。以下、それぞれの成果について概

説する。 

宇宙機器開発における DBM の役割について検討した

結果、DBM が設計上流の意思決定過程の表現・分析に

有効であることが確認できた。特に DBM で表現される

因子間関係（DBM モデル）と、様々な計算や実験モデ

ル（検証モデル）を関連付け因子間関係の経時的発展過

程を分析することが効果的であった。これを支援するた

め、開発データから、自然言語解析技術を用いて分析・

可視化する手法を開発し、併せて DBM ソフトウェアの

改良を行った。 

もう一つの事例として実施した電磁鋼板利用製品につ

いては、素材（電磁鋼板）から加工法、部品、製品に至

るまでの設計因子を統合することができた。具体的には、

前年度開発した、加工試験・シミュレーションの結果か

ら得られる数値データの関係を計算機上で統合（モデル

化）・解析するツールを拡張した。電磁鋼板を用いる製品

レベル事例として、電気自動車の設計因子間関係の解析

を行った。このために、トータルデザイン（1DCAE）ツ

ールに国際的に採用されているモデリカ言語で記述され

た製品全体を、設計因子間の関係に関して可視化・解析

し、シミュレーションを用いてその定量的な振る舞いを

予測し、因子群を分類する手法を開発した。 

さらに電磁鋼板については、昨年度に引き続き、モー

タの主構成材料である電磁鋼板の加工・応力により生じ

る劣化損傷の電磁特性評価を行った。磁区の評価が可能

であるカー効果顕微鏡を用いて加工・応力負荷後の磁区

の変化を測定した。加工・応力により、加工点近傍では

磁区構造が乱雑な様相を示し、磁区は細分化されること

がわかった。また、巨視的な磁気特性を測定可能な B-H
アナライザを用いて磁気特性を測定した結果、引張応力

の負荷により試験片全体の B-H 特性は顕著に変化し、

透磁率の低下、ヒステリシス損の増加が確認された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］上流設計、概念設計、設計支援ツール、

非破壊損傷評価、寿命・余寿命予測、電

磁鋼板 
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［テーマ題目10］ものづくり支援技術の普及 

［研究代表者］澤田 浩之（製造情報研究グループ） 

［研究担当者］澤田 浩之、徳永 仁史、古川 慈之、

岡根 利光、今村 聡、碓井 雄一、 

伊藤 哲、山内 真、梶野 智史、 

岩本 和世（常勤職員10名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

製造業の後継者の育成や高付加価値・低環境負荷な製

造を可能にするために研究開発してきた、ものづくり現

場の技能技術を解明・可視化し、それらの情報を利活用

する技術を、「ものづくり支援ツール」として企業の現場

で使いやすく、導入しやすい形にまとめてその普及を進

める。また、地方公共団体や工業会等との連携を強化す

るとともに、技術移転先ソフトウェアベンダー相互の情

報交換を推進することによりものづくり支援ツールの商

用利用を促進し、従来の産総研を中心とした普及体制か

ら、外部機関を中心とした自立的な普及体制へ漸進的に

移行する。今年度は、加工技術データベース、技能継承

ツール加工テンプレート、ソフトウェア開発ツール MZ 
Platform のそれぞれについて以下の活動を行った。 

加工技術データベースのユーザー登録自動化システム

の稼働を開始し、ユーザー登録作業を、週1回程度の点

検作業のみに省力化した。今年度新規に登録されたユー

ザーは1127名である。ユーザーに対するアンケートを実

施し、アンケート結果をまとめるとともに、最近利用が

なく連絡のとれなかったユーザーの ID ロック作業を実

施した。また、溶接データベース上に純銅 MIG 溶接の

作業標準を新規公開した。 

 加工テンプレートに関しては、鋳造テンプレート14件、

熱処理テンプレート2件、鍛造テンプレート3件の申し込

みがあった。 

MZ Platform では、Web セッション管理および画面

遷移に関わる課題を解決し、6月リリースの Ver.3.0より

、Web アプリケーション開発機能を正式版として公開

した。 

ものづくり支援ツールの普及のため、産総研地域セン

ターや公設研等との協力により2件の普及セミナーを実

施したほか、出張講習会を3件、技術相談対応を160件、

技術研修生の受入を4件行った。また、外部機関を中心

とした普及体制整備の一環として、地域のソフトウェア

協同組合の活動に対する助言や指導を行った。さらに、

ツール利用者相互の情報交換や意見交換を推進するため

の Web ページを作成し、試験運用を開始した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］可視化技術、加工技術、情報技術、技能

継承 

 

［テーマ題目11］新素材エンジニアリングの先行研究 

［研究代表者］加藤 一実 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 一実、安井 久一、木村 辰雄、

増田 佳丈、三村 憲一 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

ナノクリスタルに代表されるナノ構造を有した新素材

の部材化への道筋を明らかにすることにより、電子セラ

ミックデバイスや各種素材産業における技術革新を狙い、

国際競争力強化を図る。ナノ構造新素材は、従来の素材

に比べ、合成過程や微細構造形成過程が明確に理解され

ていない。サイズや形状などの性状が合成環境に大きく

影響を受けるため、大量合成が困難とされている。ナノ

構造新素材の成長過程を正確に把握するためには、合成

系全体への影響を極力抑えたリアルタイムサンプリング

技術が必要であるが、これまではサイエンス優先の基礎

研究フェーズの報告例に限られていた。本先行研究では、

将来の大量合成技術への展開を見据え、水熱合成中にお

けるナノクリスタル形成過程を理解するため、高圧反応

容器から直接サンプリングすることにより、擬似的にそ

の場観察を実施し、構造形成過程に関する知見を獲得、

蓄積することを目的とした。また、ナノ構造新素材の品

質を保つために有用な先端その場計測・解析技術や、ナ

ノ構造新素材に適した革新的な量産化技術についても調

査した。さらに、潜在的にポテンシャルを有している新

素材群を対象として、その部材化を図るために、新素材

エンジニアリングの要素課題についても検討した。 

チタン酸バリウム単結晶ナノキューブの水熱反応容器

内の温度ならびに温度分布の時間変化を測定したところ、

設定温度までの温度上昇に想定以上に時間を要すること

が分かった。反応過程でサンプリングした生成物の形態

や形状をサンプリングして高分解能 TEM で観察したと

ころ、生成物の表面にはテラスとステップが存在し、ス

テップの高さはチタン酸バリウムのユニットセルのサイ

ズとほぼ一致していることが明らかになった。また、出

発溶液の組成と反応時間を調節することにより、均一で

形状分布の小さなキューブ状単結晶を再現性よく合成す

ることが可能であることも確かめた。この疑似的なその

場観察の結果により、平衡状態の観察結果から考察した

単結晶ナノキューブの形成過程が整合していることが示

唆された。さらに、出発溶液の金属イオン原料濃度を調

節することにより、ナノキューブのサイズを段階的に増

大することが可能であることも確かめた。ここで得られ

た知見は、今後、チタン酸バリウム単結晶ナノキューブ

の合成スケールの拡大を図る際のプロセス指針として重

要であり、特に、サイズ制御の達成はナノ構造新素材の

部材化のためのマイルストーンとしても重要な意味があ

ると考察した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノクリスタル、単結晶ナノキューブ、

新素材、その場解析、形状制御、サイズ

制御、量産化 
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［テーマ題目12］生体加工技術 

［研究代表者］栗田 恒雄（マイクロ加工システム研究

グループ） 

［研究担当者］栗田 恒雄、徳永 仁史、小倉 一朗 

（常勤職員3名） 

［研究内容］ 

医療技術の進歩が望まれる反面、医師の負担は適応領

域の拡大、技術の多様化などから高くなる傾向がある。

医療機器・器具において、内視鏡、エコーなど計測器は

進化している一方、手術器具は単純・汎用なものが使用

され、医師技術に依存している。本研究では、国内に蓄

積している加工（製造）技術、ロボット技術などを生体

組織に応用することで、これまで医師による手作業で行

われた施術の部分的高能率化、自動化を図る研究開発を

行う。 

生体組織加工技術、同技術を応用した医療用デバイス

を開発することで、患者の身体的、経済的負担の軽減や、

医師の負担軽減による医療ミス軽減、さらなる医療技術

発展へのフィードバックなどに貢献することができる。

また、医療用デバイス産業の発展、医療行為の合理化に

伴う医療保険費の削減などにより、内需活性、外貨獲得、

税金の効率的活用に貢献できる。 

本研究では、国内製造業が持つものづくり技術を生体

へ応用できる環境構築のため、生体組織加工技術を体系

化するための調査､検証研究を行う。応用先は先ず、患者

への負担軽減が期待できる、医師への負担が大きいと考

えられる、内視鏡手術など低侵襲治療技術でニーズ調査、

具体的治療デバイスの開発を検討する。さらに生体組織

加工技術の有効性を示し、医療技術全般に展開する。 

本年度は、生体組織を被削物として捉えることで、当

社の高い工業材料（金属、樹脂等）を対象とした従来の

微細加工技術を応用､高度化し、新しい採取原理の生検鉗

子を検討した。このドリル型生検鉗子は従来の生検鉗子

と比較して、深部まで採取することができる、大体積採

取することができる、硬化部を採取することができるな

どの特徴を持つ。 

また、検体部位、必要検査方法に応じて低侵襲と大採

取体積及び採取確実性を最適化した生検ドリル形状設計

簡易化を目指し、新しい工具形状である生検ドリルを用

いた生体組織という柔軟物加工を取り扱うことができる

シミュレーションソフトウエアを新規に検討した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］生検、鉗子、工具、機械加工、内視鏡手

術 

 

［テーマ題目13］軟磁性材料の加工ひずみ制御による磁

気特性改善の検討 

［研究代表者］佐藤 直子 

（難加工材成形研究グループ） 

［研究担当者］佐藤 直子、加藤 正仁、松崎 邦男 

（常勤職員3名） 

［研究内容］ 

モータ効率向上が求められる中で、電磁鋼板において

は磁気特性の損失の抑制が課題となっている。磁気特性

の損失は、打抜き加工工程で生じるひずみに起因するこ

とが知られており、そこで、当研究グループでは電磁鋼

板の加工技術の開発を行っている。加工の影響を把握す

るためには、加工による歪と磁気特性の損失の関係を評

価する必要がある。本研究では、局所的なひずみと、ひ

ずみに起因して変化する磁区構造の評価方法の探索を目

的とした。 

用いた試料は Fe-3%Si であり、所定の組成に秤量した

純鉄とシリコンをアーク溶解で溶製してボタンインゴッ

トを作製し、30%の厚さまで冷間圧延した。その後、窒

素雰囲気中で1時間熱処理を行い、さらに厚さ0.35mm ま

で圧延を施した。X 線回折により、相の同定を行い BCC
相単相であることを確認した。 

研磨によるひずみが存在する場合、観察される磁区や

ひずみに影響を及ぼすことから、研磨条件を把握するた

め、耐水研磨紙#400から0.05µm のコロイダルシリカの

研磨状態までの磁区を Kerr 効果顕微鏡で観察し、評価

した。その結果、0.3µm のアルミナまでの研磨状態では、

表面の研磨ひずみが大きく磁区が観察できなかった。そ

の後、0.05µm のアルミナで研磨し、その研磨時間を長

くすると、徐々に大きな磁区構造から細かい構造までが

観察された。さらに、コロイダルシリカで化学的に研磨

ひずみのある表面を除去することによって、最適の研磨

条件を得ることができた。 

また、化学研磨では短時間での試料準備が期待できる

ため、弗酸による化学研磨を検討した結果、耐水研磨紙

#1,000まで研磨した後に、弗酸と過酸化水素水を5：95

の割合で混合した溶液を観察面に塗布し、炭酸水素ナト

リウム飽和水溶液と純水で洗浄し、乾燥することで、機

械研磨においてコロイダルシリカで長時間研磨した状態

と同様の結果が得られた。 

ひずみと磁区を同一視野で観察するため、各測定装置

の両方に対応する試料サイズに調整し、試料表面を化学

研磨した。ひずみを捉えるため、電子線後方散乱回折

（EBSD:Electron Back Scattering Diffraction）により、

観察面に対応する組織の結晶方位を0.3µm ステップで

捉え、各測定点の方位差からひずみを評価した。この結

果、加工端に平行してひずみがバンド状に分布している

ことを捉えることができた。また、同一視野を Kerr 効

果顕微鏡で磁区観察した。加工端部であるため研磨ダレ

や埋込樹脂との間に隙間があり、明瞭な観察はできなか

ったが、EBSD でひずみのある領域には細かく複雑な磁

区が存在することが観察できた。 

本研究において、同一視野で磁区とひずみを評価でき

ることを確認したが、今後磁区の構造とひずみの対応を

定性的に評価すること、および加工法の違いによる加工
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端部のひずみと磁区構造の関係を検討し、ひずみを定量

化することを試みることで、磁気特性の損失との相関関

係を明らかにする。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］電磁鋼板、加工ひずみ、磁区観察 

 

［テーマ題目14］医療用部材に向けた二酸化チタン被覆

多孔質チタン合金の開発 

［研究代表者］増田 佳丈（テーラードリキッド集積研

究グループ） 

［研究担当者］増田 佳丈、清水 透、松崎 邦男、 

加藤 一実（常勤職員4名） 

［研究内容］ 

生体埋め込み型の医療用部材として、チタン合金やチ

タン金属などが用いられている。手術による埋め込み後

において、チタン合金表面に骨や細胞などが迅速に形成

されることが強く求められているが、生体組織の形成に

は、チタン合金の構造、合金表面の各種特性が、大きな

影響を及ぼしている。本提案では、骨や細胞などの迅速

形成を可能とする埋め込み型医療用部材への応用を目指

し、①チタン合金の多孔質化ならびに②合金表面への二

酸化チタン被覆技術の開発を行った。 

①チタン合金の多孔質化に対し、酸化を防ぎながら多

孔質チタン合金を焼結するための技術を開発し、チタン

合金多孔質体を合成した。合成は、1,150℃にて2時間焼

結することにより行った。球状の粒子形状を保ったまま、

粒子間の接合部分のみを変形させて結合し、ネッキング

を形成させている。これにより、粒子の連結した多孔質

構造体を形成した。粒子表面の電子顕微鏡観察からも、

酸化を防ぎながら多孔質チタン合金を焼結することに成

功したことが示された。 

さらに、②合金表面の二酸化チタン被覆に対し、微細

な空隙構造を有する多孔質チタン合金表面への二酸化チ

タン被覆を実現する技術を開発し、二酸化チタン被覆多

孔質チタン合金を合成した。チタン合金の腐食を抑制し、

球状の粒子形状を保ったまま、多孔質チタン合金表面へ

の均一な二酸化チタン被覆を実現した。粒子間のネッキ

ング部分の微細な凹部領域も、二酸化チタンにより均一

に被服されている。二酸化チタン層により、平滑なチタ

ン合金表面に数十 nm の微細な凹凸構造を付与すること

にも成功している。 

開発した二酸化チタン被覆多孔質チタン合金について、

生体埋め込み型の医療用部材としての評価を行った。連

携先の岡山大学にて、体液を模した疑似体液中に、開発

した二酸化チタン被覆多孔質チタン合金を、36.5℃、

pH7.4の条件下で浸漬した。浸漬後の走査型電子顕微鏡

観察からは、アパタイトの形成は確認されなかったが、

アパタイト形成に関する一連の検討により、孔径サイズ

のより大きな二酸化チタン被覆多孔質チタン合金への改

良指針を得ることができた。 

本研究において、目的とした、酸化を防ぎながら多孔

質チタン合金を焼結するための技術開発および、合金表

面への二酸化チタン被覆技術の開発に成功した。医療用

部材としての要求特性に合わせて、二酸化チタン被覆多

孔質チタン合金の合成と改良を行っていくための技術を

確立することができた。今後、これらの成果をさらに展

開して、生体埋め込み型の医療用部材としての評価およ

び、要求特性に合わせた二酸化チタン被覆多孔質チタン

合金の改良を行う。具体的には、第一段階として、生体

外の疑似体液中におけるアパタイト形成性能の向上を目

指し、孔径サイズのより大きな二酸化チタン被覆多孔質

チタン合金への改良を行う。さらに、第二段階として、

岡山大学でのマウスへの埋め込み実験へ向けた連携を発

展させる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノクリスタル、二酸化チタン、多孔質

チタン合金 

 

［テーマ題目15］永久磁石による磁気軸受の開発 

［研究代表者］是永 敦 

（トライボロジー研究グループ） 

［研究担当者］是永 敦、大花 継頼、鈴木 健、 

間野 大樹（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

本課題は、永久磁石のみで構成された磁気軸受を実現

することにより省エネルギーに資する技術を開発するこ

とを目的とする。磁気軸受は転がり軸受や滑り軸受に比

べて摩擦力を限りなくゼロに近づけることができるが、

従来の磁気軸受では電磁石と永久磁石を併用し、電力供

給が必要であった。また、永久磁石のみでは、「電場・磁

場において静止物体を安定に浮上させることは不可能」

というアンショウの定理が存在し、実現不可能と言われ

ているが、磁気ポテンシャルの谷を複数列作ることによ

り、相対する磁石のポテンシャルの山を落とし込むこと

によって、アンショウの定理と矛盾することなしに、安

定浮上させることが可能になることを基本原理として、

磁気軸受の設計を行った。 

まず、基本原理を確認するため、磁石単体で着磁の工

夫によって安定浮上するかを確認した。凹型と凸型の磁

石を組み合わせ、凹型の上側および凸型の下側をＮ極、

凹型の下側および凸型の上側をS極に着磁して組み合わ

せた場合、凸型が傾き浮上しなかった。凹型および凸型

の内周側を N 極に、凹型および凸型の外周側を S 極に着

磁して組み合わせた場合も、凸型が傾き浮上しなかった。

このことから、磁場ポテンシャルの谷と山を複列配置す

る必要を確認した。そこで、小さな磁石を分散配置する

ことで磁場ポテンシャルの谷と山を複数もつ磁気軸受を

設計製作した。軸受は、加工の制約から、正面合わせア

ンギュラタイプとした。この結果、安定浮上はしなかっ

たが、磁場ポテンシャルの谷と山の組み合わせによる浮
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上原理は確認できた。安定浮上しなかった理由として、

磁力線が予想と異なり、磁場の山の幅が小さく、ポテン

シャルの谷の幅が大きかったため着地してしまう部分が

生じたこと、ラジアル方向の負荷容量が小さかったこと、

が明らかになった。この軸受を安定浮上させるためには、

ラジアル荷重用の磁石を増やしアンギュラ接触角を小さ

くすること、磁場ポテンシャルの谷幅を小さくするよう

に分散配置すること、が必要である。またコギングトル

クを小さくするために、回転方向の磁石ピッチも小さく

する必要があることが判った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］トライボロジー、磁気軸受、永久磁石、

磁場ポテンシャル 

 

［テーマ題目16］めっき法を用いたチタン-鉄異材溶接技

術の開発 

［研究代表者］瀬渡 直樹（集積加工研究グループ） 

［研究担当者］瀬渡 直樹、廣瀬 伸吾 

（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

鉄(鋼)は安価で丈夫な材料であり、チタンは軽くて丈

夫で腐食に対しても強い材料である。そのため、これら

材料を接合できれば、高い腐食性を持つ橋梁等に応用で

きる。しかし、鉄とチタンを直接溶接した場合、溶接部

に金属間化合物ができて継手が破断するため、鉄-チタン

の異材溶接は難しい溶接とされている。しかし、鉄に対

してもチタンに対しても合金を容易に作れて脆い組織を

作らない材料があれば、それを鉄とチタンの間に中間層

として挟んで溶接すれば、この困難な異材溶接が可能に

なると考えられる。そこで本開発では、中間層を使った

異材溶接を研究する。しかし、溶接の大半は専門装置が

充実した大工場での溶接ばかりではなく、限られた方法

と治具の中で行う現場の溶接や小工場での溶接も少なく

ない。したがって本研究では、そのような制限の多い現

場でも対応しやすい粉末敷設やめっきのような汎用的/

容易な手法で金属間化合物の生成を抑制する中間層を作

製し、母材と同等程度の継手になる溶接方法を研究した。 

中間層として、コバルトのめっきを表面に施したチタ

ン薄板（1mm 厚）と鉄薄板（1mm 厚）を蝶々型に密接

させて密接部を溶接したところ、強い継手の溶接が得ら

れた。また、チタン薄板（1mm 厚）と鉄薄板（1mm 厚）

を同様に蝶々型に密接させ、その密接した谷間にコバル

ト合金の粉末を敷設し、そこを溶接した場合も強い継手

の溶接が得られた。なお、この粉末敷設による溶接では、

同じ溶接条件でも粉末の敷き具合等によって成功したり

失敗したりするなど、再現性に難があった。 

このように溶接部にコバルトを中間層として挟むこと

で溶接できる可能性が確認されたので、チタン厚板

（3mm 厚）と鉄厚板（3mm 厚）を突合せ継手状に密着

させ、その密着面に薄板（1mm 厚）の溶接に成功した

時と同程度の中間層の厚さで施し、突合せ部を溶接した

ところ、溶接部は金属間化合物の生成で破断し、破断面

は金属間化合物の生成で割れた痕跡があった。これらの

検討より、次の点が確認された。 

・めっきや粉末敷設という簡単な方法で異材溶接可能

であった。 

・中間層の大きさや形状が溶接継手の形状等によって

異なり、OK の領域が非常にシビアな問題点がある。 

・溶接金属部が大きく発生する溶接では、相応に大き

な中間層を作らなければ中間層が相場合と同様に金

属間化合物を生成して破断する。 

・粉末敷設方法は簡便であるが、横向きや上向きのよ

うな溶接姿勢では粉末が流れ落ちて溶接できないと

いう短所がある。 

・パイプ円周の溶接のような全周囲の溶接が必要な場

合は、粉末敷設のような簡単な方式で中間層を作る

のではなく、コールドスプレーや AD 法のような「強

固に中間層材料を厚くコーティングできる」方法で

中間層を張り付けておく必要がある。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］異材溶接、チタン、鉄、中間層、金属間

化合物 

 

［テーマ題目17］ターゲット分子を認識する無機結晶界

面の形成 

［研究代表者］永田 夫久江 

（生体機構プロセス研究グループ） 

［研究担当者］永田 夫久江、加藤 且也、斎藤 隆雄、

寺岡 啓、稲垣 雅彦、中村 仁美 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 アパタイトによるタンパク質の分離精製能や選択的認

識を精緻なものとするため、アパタイト結晶界面を自由

にコントロールする技術の確立を目指す研究を実施した。

アパタイトは各結晶面に現れる理論上の原子配置から、

a 面は正の電荷を帯びるため酸性タンパク質が吸着し、c
面は負の電荷を帯びるため塩基性タンパク質を吸着する、

という結晶面特異的相互作用型の吸着機構が支持されて

いる。しかしながら、この結晶面特異的相互作用に基づ

いたタンパク質の選択的吸着はこれまで明確に示されて

いない。本研究ではアパタイトの結晶性に着目し、結晶

性の向上によりタンパク質に対する選択的吸着を有する

アパタイト結晶界面を形成することを目的とした。 

選択的認識をするためには化学量論組成に近いアパタイ

ト粒子が必要であると考え、水熱法を用いてアパタイト

粒子を合成した。水熱処理温度を変化させることにより、

結晶性の異なるアパタイト粒子を得た。タンパク質吸着

特性評価には、酸性タンパク質（BSA）、塩基性タンパ

ク質（Lysozyme）、中性タンパク質（Myoglobin）の3

種類を用いた。 
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 タンパク質吸着の結果は、アパタイト合成温度の上昇

に伴い酸性タンパク質、塩基性タンパク質の吸着量が増

大し、中性タンパク質は吸着量が減少する、という明確

な傾向が見られた。本課題で合成したアパタイトの

Ca/P、アスペクト比、結晶性、ゼータ電位などアパタイ

ト粒子の特性とタンパク質吸着の結果から、アパタイト

粒子の結晶性の向上がより本質的にタンパク質吸着に影

響することを明らかにした。さらに、本課題で合成した

アパタイトでは、中性タンパク質の吸着量が合成温度の

上昇にともない減少し吸着量を0にすることができ、選択

的吸着に関する重要な知見を得た。 

 本研究では、結晶面特異的相互作用型の吸着を支配す

るためには、アパタイトの結晶界面を理論通りに自在に

コントロールする技術が重要であることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］アパタイト、タンパク質、吸着 

 

［テーマ題目18］モデル表面を用いた添加剤効果の検証 

［研究代表者］中野 美紀 

（表面機能デザイン研究グループ） 

［研究担当者］中野 美紀、三宅 晃司、是永 敦、 

間野 大樹（常勤職員4名） 

［研究内容］ 

潤滑油の添加剤が摩擦特性に与えるファクターとして、

添加剤構成分子と表面の吸着、表面の構成元素、構成元

素の比率、表面物質のドメインサイズなどが考えられる。

添加剤の効果を引き出すためには、どのようなファクタ

ーが影響するか、またそのファクターを基に表面の最適

化が必要である。しかし、工業的に使用されている材料

の表面は非常に複雑な構造である。したがって、ファク

ターの効果の検証のためには、規定されたモデル表面を

用いて検証を行い、その後、工業的に使用する表面へフ

ィードバックしていくことが必要である。本研究では、

添加剤の効果の検証を行う目的で規定されたモデル表面

を使用し、添加剤が摩擦特性に与える影響を検証する。 

今年度は、異種金属をナノスケールで配列したナノス

トライプ構造をモデル表面として、添加剤の効果につい

て検討を行うため、ナノストライプ構造を基油であるポ

リアルファオレフィン（PAO）と、PAO に添加剤として

酸性リン酸エステル（APE）を加えた潤滑油を用いて摩

擦特性評価を行った。本実験では、多層膜の組合せとし

て、金とクロム（Au-Cr）を用いた。比較として、クロ

ムと金をそれぞれ平滑なシリコン表面に成膜した基板を

用いた。PAO および PAO+APE 下で摩擦試験を行った

後、光学顕微鏡による表面の摩耗痕の観察およびX線光

電子分光装置（XPS）による表面の化学分析を行った。 

 ナノストライプ表面で摩擦試験を行った結果、基油で

ある PAO のみで潤滑した場合よりも、添加剤として酸

性リン酸エステルを加えた場合の方が、低い摩擦係数を

示し、APE の添加による摩擦係数の低減効果が観察さ

れた。光学顕微鏡による摩耗痕の観察結果より、APE
の添加による摩耗量の減少が観察された。以上より、添

加剤による摩擦係数及び摩耗の低減効果が示された。 

次に、摩擦試験による添加剤と表面の化学反応を検証

するため、摩擦試験後の表面を有機溶剤で洗浄後、摩耗

痕近傍の XPS 分析を行った。APE を添加した金平滑面

では、ホスフェートが生成しているのに対して、クロム

平滑面では、ポリホスフェートが生成していることがわ

かった。以上の結果より、添加剤による摩擦・摩耗の低

減効果が金、クロムいずれの表面でも観察されたが、表

面の生成物が異なることがわかった。今後は、金属の組

成比を変えることにより、これらの生成物が摩擦特性に

与える影響を検証していく予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］摩擦特性、添加剤、潤滑油、金、クロム 

 

［テーマ題目19］硬脆材料の極微小加工に関する原子シ

ミュレーション 

［研究代表者］西村 憲治 

（表面機能デザイン研究グループ） 

［研究担当者］西村 憲治、三宅 晃司、芦田 極、 

栗田 恒雄（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

硬脆材料の加工においては、脆性破壊が生じるため加

工面でのマイクロクラックの発生による表面品質、加工

精度の低下や加工時の負荷荷重の増大による加工コスト

の増加が問題となる。これらの問題を解決する新しい加

工技術として、レーザーアシスト加工等の延性モード加

工が提案されている。レーザーアシスト加工は、レーザ

ーを用いて被削材を局所的に高温に加熱して脆性延性遷

移を生じさせ、延性破壊が起こる条件下で加工を行う方

法である。 

本研究では、SiC（炭化ケイ素）単結晶について分子

動力学法によるナノインデンテーション・シミュレーシ

ョンを行い、高温加熱による延性モード加工の可能性を

調べた。分子動力学法は原子の運動を追跡するシミュレ

ーション手法であり、原子の熱振動を扱うことができる

ので、温度の影響を調べるのに適している。インデンタ

ーの形状は球状で、押込みを行った表面は SiC の（100）

面である。 

 シミュレーションによって得られた荷重変位曲線より、

弾性応答および塑性変形過程のいずれにおいても温度に

よる影響が見られた。1,200K の場合、300K の場合と比

較して、弾性限における荷重および変位が小さくなって

おり、高温による材料の軟化、すなわち脆性延性遷移が

確認できた。さらに、弾性限以降の荷重変位曲線も下方

に遷移し、そのずれ幅は弾性曲線よりも大きかった。こ

れは塑性変形に対する変形抵抗が低下したことを示して

おり、延性モード加工の実現可能性を示唆する結果と考

えられる。 
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［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］分子動力学法、SiC、延性モード加工、

脆性延性遷移、硬さ 

 

［テーマ題目20］アルミニウム系材料の腐食および摩

擦・摩耗特性に対するエタノール燃料中

の水分量の影響に関する研究 

［研究代表者］日比 裕子 

（表面機能デザイン研究グループ） 

［研究担当者］日比 裕子、中野 美紀 

（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

CO2排出量の削減のため、エタノール燃料が導入され

つつあるが、エタノールは吸湿性が高いため周囲の水分

を取り込んで含水エタノールとなりやすい。自動車の軽

量化のため種々の部品に使用されているアルミニウムは

エタノールによるドライコロージョンと水による腐食を

受ける材料である。本研究ではエタノール中の含水量が

アルミニウムの腐食および摩擦•摩耗特性に与える影響

を明らかにすることを目的とした。 

アルミニウムの摩擦試験では、エタノール中と水中で

は摩擦•摩耗特性に違いがあった。摩擦面観察の結果、ア

ルミニウムの腐食生成物が摩耗機構に影響を与えること

が示唆された。また、種々の含水量のエタノール中での

アルミニウムの腐食試験から、アルミニウムの溶出に及

ぼす含水量の影響に関する知見を得た。エタノール中の

含水量がアルミニウム摩擦面での腐食生成物の生成に与

える影響の評価を開始した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］アルミニウム、エタノール、腐食 

 

［テーマ題目21］溶融射出ミルによる機能性コンポジッ

ト材料の製造技術に関する研究 

［研究代表者］今井 祐介 

（無機複合プラスチック研究グループ） 

［研究担当者］今井 祐介、堀田 裕司 

（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

ポリマーマトリックスに機能性セラミックス粉末をフ

ィラーとして分散したコンポジット材料は、さまざまな

分野で活用されており、その効率的な製造方法について

の研究が求められている。本研究では、従来にない分散

方式を用いるコンポジット材料製造装置として、溶融射

出ミル（Melt Injection Mill; MIM）の開発を行った。

本装置は、これまで当グループで特徴的な成果を挙げて

きた湿式ジェットミルによる無機フィラーのハンドリン

グ技術を活かし、高温の溶融ポリマーを媒体とするよう

に拡張したものと考えることができる。 

本研究では、ポリプロピレンを媒体ポリマーとし、無

機フィラーの種類・濃度等の異なる試料について、MIM

による複合化処理を試みた。処理温度・処理圧力・処理

回数等の諸条件が、フィラーの分散状態および得られる

コンポジット材料の特性に与える影響を調べた。同時に、

装置各部位の耐久性や動作性能を確認し、装置の改善に

つなげることを目指した。 

データロガーを導入し、装置の様々な部位での温度お

よび圧力の記録を行った。吐出速度から、見かけのずり

速度を見積もったところ、最大で約107[1/秒]に達し、レ

イノルズ数は約23,000となり、高粘度の溶融ポリマー流

体であるにもかかわらず、乱流が生じていることが示唆

された。フィラーの解砕・分散は、このような急峻な流

れによって促進されると考えられる。処理試料の破断面

を走査型電子顕微鏡で観察し、MIM 処理により粗大凝

集粒子の解砕が進んでいることを確認した。 

 装置構造については、試料導入部から逆止弁部の構造

を改善することにより、バネ式逆止弁が良好に動作する

ことを確認した。これにより、連続的に試料を処理する

ことを可能とすることができた。また、本装置において、

ポリプロピレン等の汎用プラスチックだけでなく、より

高温での処理を必要とする PET のようなエンジニアリ

ングプラスチックをマトリックス樹脂として検討するこ

とも可能であることを確認することができた。 

研究の過程で、装置の安定的、ならびに、効率的な運

転を行うために、いくつかの課題があることを確認する

ことができた。これらの点について、これまでに把握し

ている課題を含め、引き続き装置の改良を継続する。 

今後は、様々な組成で MIM による複合化処理を行い、

各種処理条件がフィラーの分散状態および得られるコン

ポジット材料の特性に与える影響を調べる。また、最適

な分散ユニットの流路構造について、探索・設計を行う。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］コンポジット材料、フィラー、分散 

 

［テーマ題目22］マイクロサイズ粒径のγ－アルミナ分

散体の応用先の探索に向けた研究 

［研究代表者］伊藤 敏雄（電子セラミックプロセス研

究グループ） 

［研究担当者］伊藤 敏雄、申 ウソク、伊豆 典哉、

赤松 貴文（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、開発したγアルミナ粒子の機能性材料と

しての応用を検討する。ガスセンサについて、応答へ影

響を及ぼす不純物成分の影響低減に向け、センサ材料の

上層でのカバーレイヤーとしての応用を検討する。γア

ルミナ粒子を担体に用いた触媒調製と活性評価を行い既

成品と比べて優位な点を探ると共に、触媒ペースト化の

検討による焼成後のメソ孔の評価を検討する。 

ガスセンサのカバーレイヤーとしては酸素センサに影

響を及ぼす可燃性ガスの影響の低減に向けた評価を実施

した。開発したγアルミナ粒子をカバーレイヤーとし、
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更に触媒を担持させたセンサ厚膜を作製した。粒径の大

きいγアルミナ粒子を用いることで、粒子の凝集が無い

ペーストから膜厚が均一な厚膜の作製が可能となり、カ

バーレイヤーは下層のセンサ膜へのガス透過性と、セン

サ膜・触媒層間の電気的絶縁の両立を検討した。触媒応

用の研究では、Pd/Al2O3触媒上での CO 酸化反応に対し、

担体の細孔構造と表面積による燃焼活性及び燃焼熱とし

ての検知特性（活性熱変換特性）への影響を評価した。

優れた熱伝導性と触媒活性の両立させて、細孔が少ない

非多孔質担体に活性種を高分散に担持させる触媒材料設

計の指針が得られた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］アルミナ、γアルミナ、ガスセンサ、触

媒担体 

 

［テーマ題目23］光化学修飾法による表面ナノコーティ

ング技術の高度化に関する研究 
［研究代表者］中村 挙子（フレキシブル化学コ－ティ

ング研究グループ） 
［研究担当者］中村 挙子、土屋 哲男 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 光化学修飾法を用いた各種ポリマー材料における基材

劣化を回避できる温和で簡便な官能基表面改質技術を確

立することを目的とし、フッ素・硫黄官能基化フレキシ

ブル材料作製技術の開発、撥水性・金属固定・化学接合

技術等への適用を目指し、特に医療用材料適用に向けた

生体適合性の発現、大面積および各種形状基材処理の実

現を目標とした。 

 紫外光照射による化学修飾法を用いることにより、各

種ポリマー材料表面における官能基表面改質技術を確立

した。本手法は温和で簡便な表面改質技術であり、種類

によっては耐熱性、耐光性、耐薬品性に劣るなどの性質

から、適用可能な既存表面改質技術が限定されるポリマ

ー材料の基材劣化を回避することが可能である。以下に

各種官能基化フレキシブル材料作製技術開発の検討結果

について報告する。 

① フッ素官能基化フレキシブル材料作製技術の開発 

 パーフルオロアゾオクタンの光化学反応を利用する

ことにより、フッ素官能基化ポリマー材料の作製に成

功した。本手法は基材毎に最適プロセス（ウェットも

しくはドライプロセス）を選択することにより、板・

ペレット・粉末等の各種形状ポリマー材料に対して適

用が可能であり、さらに100×100mm サイズまで試料

作製面積を拡大した。フッ素官能基化ポリマー材料に

ついては、ポリテトラフルオロエチレン（PTFE）に

匹敵する撥水性（接触角104-113°）、タンパク吸着量

抑制による生体適合性発現を示した。また、透過度測

定により基材ポリマーへの光照射による影響がないこ

とを明らかとした。 

② 硫黄官能基化フレキシブル材料作製技術の開発 

 単体硫黄の光化学反応を利用することにより、硫黄

官能基化ポリマー材料の作製に成功した。本手法は官

能基化原料塗布プロセスを利用することにより、無溶

媒でポリマー材料を表面改質することができる。硫黄

官能基化ポリマー材料については、硫黄−金属親和性を

利用した金属ナノ粒子固定、金属膜との化学接合への

適用が可能であることも明らかとした。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ポリマー材料、光化学修飾、フッ素官能

基、硫黄官能基 

 

［テーマ題目24］低炭素含有量シロキサンの活用による

アルミナ－アルミニウムメタライズ形成

技術の開発 

［研究代表者］北 憲一郎（セラミック機構部材プロセ

ス研究グループ） 

［研究担当者］北 憲一郎、近藤 直樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

省電力・省エネルギー化は世界的に重要な課題であり、

その取組の1つとして、パワーデバイスを初めとした、大

電圧・大電流に耐えうる、耐久性と熱伝導性（放熱性）

に優れた回路用基板の開発が進んでいる。導電性・熱伝

導性・コストのバランスを考慮すると、アルミナとアル

ミニウムの組み合わせが最善と考え、本研究ではアルミ

ナとアルミニウムによるメタライズ形成技術を開発する

ことを目的としている。成果は次の通りである。 

アルミナとアルミニウムのメタライズは、アルミニウ

ム表面の強固な酸化膜により、ハロゲン性フラックスに

よる還元やアルミナ表面への活性金属のろう付け等を用

いた多段のプロセスが必要であったが、シロキサン系ポ

リマーをアルミナとアルミニウムの間に塗布・加熱して

アルミノシリケート層を形成するプロセスを利用するこ

とにより、上記メタライズの1プロセス化が可能である。 

 上記プロセスを用いたアルミナ－アルミニウムメタラ

イズが可能な温度範囲の調査を目的とし、アルミニウム

とシロキサンの混合試料を用いて評価を行った。結果、

本メタライズ技術が適用可能な温度は600℃以上である

事が示唆された。 

 また、形成されたアルミノシリケート層を分析した結

果、この層はアモルファスならびに結晶化したアルミノ

シリケートの混合層であることが示唆された。加えて、

層内には直径1µm 未満の炭化物系粒子(炭化アルミニウ

ム、アルミ炭化ケイ素等)が存在していることが判明した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］メタライズ、アルミニウム、シロキサン、

放熱、パワーデバイス、配線 

 

［テーマ題目25］マイクロ SOFC モジュールにおける非
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破壊検査手法の確立 

［研究代表者］鷲見 裕史（機能集積モジュール化研究

グループ） 

［研究担当者］鷲見 裕史、山口 十志明、日向 秀樹、

藤代 芳伸（常勤職員4名） 

［研究内容］ 

現在、ポータブル電源向けのマイクロ SOFC や電気化

学物質変換デバイスとして期待される電気化学セラミッ

クリアクターの新素材・製造技術開発を行っている。電

気化学モジュール1セルあたりの入出力は1V、1A 程度で

あり、大容量化を実現するためには複数の異種材料から

構成される数十～数百セルを集積する技術が必要になる。

しかし、量産化・低コスト製造プロセスで99 %を超える

歩留まりを実現することは困難であり、不良品を確実に

除外できる非破壊検査技術の実用化が望まれている。本

研究では、マイクロ SOFC モジュール内の微小な欠陥を

簡便かつ非破壊で検出できる新たな先進製造分野でのシ

ーズ技術として、共振法による内部摩擦測定や X 線によ

る内部応力測定等の検査技術の適用可能性について検討

した。今回は、燃料極基板と薄膜電解質の共焼結温度を

変えることによって擬似的にマイクロクラックを導入し

たサンプルを用意した。共振法によって測定されたヤン

グ率，内部摩擦は焼成温度によって変化したが、薄膜電

解質の有無による差異は小さかった。これは、燃料極基

板が多孔質であるため、薄膜電解質内のマイクロクラッ

クよりも基板の気孔率の方が、ヤング率や内部摩擦に大

きく影響してしまったためである。一方、X 線応力測定

では、薄膜電解質のみの情報を得ることができ、欠陥の

ないサンプルの内部応力は有限要素法で求めた計算値と

同等であった。電解質内にマイクロクラックを導入した

サンプルでは内部応力の緩和が実験的に確認されたこと

から、X 線応力測定は欠陥の検出に有効であることを明

らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］燃料電池、セラミックス、非破壊検査 

 

［テーマ題目26］新規機能性材料開発に向けた完全大気

非暴露合成評価一環システムの構築 

［研究代表者］間宮 幹人 

（結晶制御プロセス研究グループ） 

［研究担当者］間宮 幹人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

試料調整から合成、評価まで一貫して大気非暴露環境

で行う実験環境の整備及びノウハウの構築を行った。特

に潮解性を示す材料系で大気非暴露での物性評価を行い、

特性改善への効果を実証した。大気非暴露環境で行う実

験装置として、既存のグループボックスに横型管状炉を

接続した一体型実験装置を開発し、1,000℃以下の温度範

囲において大気非暴露実験が可能になった。 

開発した装置を用いてナトリウム2次電池用新規電極

材 Na2CuO2での、大気非暴露環境が電池性能に与える効

果を実証した。 

合成した Na2CuO2を大気中と大気非暴露で安定性に

ついて評価を行った結果、大気非暴露では非晶質の存在

が見られるが、大気中では結晶化が進み安定相である

NaCuO2が顕著となっていた。また、大気中と大気非暴

露の試料でナトリウム2次電池を作製し、充放電特性を比

較した結果、大気中で作製した試料は2サイクル時の放電

容量が136.6mAh/g であったが、サイクルがますにつれ

て劣化し30サイクル時には75.21mAh/g となった。一方、

大気非暴露で作製した試料ではサイクル劣化はほどんど

見られず、2サイクル時では158.39ｍAh/g、30サイクル

時では158.02mAh/g を示した。ナトリウム銅酸化物で

の可逆的に Na が挿入脱離している試料は報告がなく、

劣化を抑制する大気非暴露の効果が大きいことが明らか

になった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］大気非暴露、新規材料、ポストリチウム

電池、ナトリウム銅酸化物 

 

［テーマ題目27］ナノ領域で安定な多形の合成プロセス

の開発および相安定評価 

［研究代表者］杵鞭 義明 

（特異反応場プロセス研究グループ） 

［研究担当者］杵鞭 義明、安岡 正喜、砥綿 篤哉、

鈴木 一行（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、物質の相安定に与える表面エネルギーの寄

与に着目し、ナノサイズ化することにより安定化される

結晶構造についての調査を行った。 

物質の相安定は各相のエンタルピーとエントロピーに

より決定される。このエンタルピー項には表面エネルギ

ーの寄与があり、ナノサイズ領域では相安定の重要な因

子となる。 

具体的な例として、酸化アルミニウム（Al2O3）の相安

定を実験的に検証した。Al2O3には、サファイアとして知

られるコランダムアルミナ（α相）と触媒で広く利用さ

れるスピネルアルミナ（γ相）が存在する。γ相は1,100℃

程度の加熱によりα相へ相転移することが良く知られて

いる。この相転移は一方向で、可逆性が実験的に観察さ

れることはなかっため、γ相は準安定相と見なされてい

た。 

α相とγ相のエンタルピーは、表面エネルギーを考慮

しなければ、α相が低いエネルギーを有する安定相であ

る。しかし結晶がナノサイズになると、表面エネルギー

の寄与が無視できなくなり、γ相が安定となる。一般的

な相図の作成には、加熱に伴う相転移を観察するが、こ

の際、結晶成長により表面エネルギーの寄与が変化して

いくため、可逆性が確認できない理由となっていた。ま

たα相のナノ粒子合成も困難であった。 
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相転移の可逆性を確認するため、我々は市販のα相原

料粉末を出発原料として、機械的な粉砕法によりナノ粒

子を調整した。（XRD 結晶子径：8nm、BET 比表面積：

220m2/g、TEM 観察粒径：10nm 程度）さらに、熱処理

中の結晶成長を抑制するために SiO2をナノ粒子にバリ

ア層としてコーティングした。このα相 nano 粒子を空

気中で熱処理をすると、150℃以上でγ相へ相転移するこ

とが確認され、γ-α相転移は可逆であることが明らかに

なった。比較試料の SiO2コートをしないα相 nano 粒子

においても、熱処理による結晶サイズの増大は観察され

るものの、γ相への相転移が起こり、その可逆性は確か

であることがわかった。 

我々は、さらに、このようなエネルギーの関係により、

未発見の結晶がナノ領域に存在するのかどうか、計算に

より検証した。Cr2O3はコランダム構造（α相）である

が、予想されるナノ相（スピネルγ相を仮定）の存在は

知られていない。密度汎関数法による計算の結果、γ

Cr2O3相は、格子定数が8.239Åと推定された。これは、

γAl2O3の1.045倍の格子定数であり、αCr2O3とαAl2O3

との格子定数比1.04に一致するものであった。またγ相

はα相に対して高いエネルギー値を示し、一方、表面エ

ネルギーはγ相の方が低いことから、Cr2O3においても

ナノ相が存在することが示唆された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］相転移、表面エネルギー、多形、ナノ粒

子 

 

［テーマ題目28］CFRP ダメージ評価法の開発に向けた

熱弾性応力測定および熱伝導逆解析に関

する研究 

［研究代表者］村松 眞由 

（機能・構造予測検証研究グループ） 

［研究担当者］村松 眞由、中住 昭吾、原田 祥久、

鈴木 隆之（常勤職員4名） 

［研究内容］ 

比強度、比剛性に優れた炭素繊維強化プラスチック

（CFRP）は様々な構造物へと適用されつつあり、その

ダメージ評価法の開発が急務となってきている。赤外線

サーモグラフィーは種々の材料の非破壊検査法として用

いられているが、本研究ではさらに CFRP の熱弾性応力

測定及び熱伝導逆解析を実施し、CFRP のダメージ評価

への適用を試みた。 

 まず、CFRP 試験片の加工端部に対する熱弾性応力測

定では、高空間分解能を得るため、クローズアップレン

ズを使用し低荷重で引張疲れ試験を行った。その結果、

加工 CFRP 試験片では熱損傷部に低応力領域が発現す

ることが明らかとなった。また、CFRP 試験片に凹状の

損傷を付与し，引張疲れ試験および曲げ疲れ試験による

赤外線応力測定を行った。引張疲れ試験では特異な応力

場は見られないのに対し、曲げ疲れ試験では特異応力場

が発現し、曲げ方向荷重負荷の場合にのみ針状損傷の検

出が可能となることが明らかとなった。 

 さらに、平成25年度に構築した層間伝達マトリクス法、

有限差分法に基づく逆解析コードを非線形最適化法、有

限要素法へと変更し、複雑き裂にも適用できるようにし

た。損傷の深さおよび幅を変数とした2変数問題解析の結

果、PAN 系およびピッチ系 CFRP でともに精度よく真

値へ収束した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］CFRP、赤外線サ－モグラフィー、逆解

析 

 

［テーマ題目29］Fundamental mechanisms of metal 
cutting; Surface quality control 

［研究代表者］Oleg Ryabov（加工基礎研究グループ） 

［研究担当者］Oleg Ryabov、碓井 雄一、三宅 晃司

（常勤職員3名） 

［研究内容］ 

研究の目標は、切削加工中に諸物理量を同時測定して

加工状態を把握することであるが、その基礎資料とする

ために切削温度の違いが切削生成面にどのように現れる

かを調べた。 

小径工具による切削加工では、切削速度が小さいため

刃先温度が高くならないので構成刃先ができやすく、仕

上げ面が悪くなる可能性がある。高速切削や高温材料の

切削で刃先が再結晶温度以上になると構成刃先ができな

いので、面粗さの改善が期待される一方で、塑性流動増

加などの悪影響も予想される。そこで材料を再結晶温度

近くに加熱して切削を行い、仕上げ面の状態を観察し

た。 

 対象とする材料をアルミニウム合金 A7075P-T651（引

張り強さ582MPa 伸び15.9%）とし、φ1mm のエンド

ミル（OSG F-MG-EDL-3: 2枚刃 TiAlN コーティング 

ねじれ30度）による加工を行った。材料を加熱したアル

ミニウムブロックの間に挟んで、100～250℃に加熱した

状 態 で 切 削 を 行 っ た 。 切 削 条 件 は S10,000rpm 

F0.02mm/round d0.03mm である。加工点の正確な温

度測定は行えなかったが、加工熱が加わるので材料温度

が250℃のときには再結晶温度約300℃を超えると思われ

る。 

 切削加工面を光学顕微鏡、レーザ顕微鏡、触針式あら

さ計で観察した結果、次のような特徴が明らかになっ

た。 

up-cut の場合 

・切りくずが加工面に埋め込まれている。工具切刃に

溶着した切りくずが、工具食いつき時に仕上げ面に

圧接された結果である。材料温度が高くなるほど、

埋め込まれる切りくずの量が多くなり、切りくずサ

イズも大きくなっている。 

down-cut の場合 
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・up-cutのような切りくずの埋め込みは起きなくて、

比較的良好な仕上げ面になる。 

・常温ではびびりが発生したが、100℃以上に加熱した

ものではびびりが無かった。 

・材料温度100℃～200℃では、生成面に大きな違いが

見られなかった。材料温度250℃もほぼ同等の面とな

ったが、一部分に構成刃先が仕上げ面に残されると

いう現象が起こった。 

・加工面の断面形状には、工具回転に対応した周期性

が見られない部分が多い。回転ごとに構成刃先の成

長程度が異なっていて、切り込み深さが変化してい

ると解釈できる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］切削、温度、構成刃先、仕上げ面 

 

［テーマ題目30］複合ナノ粒子気相合成プロセス並びに

応用技術開発 

［研究代表者］平澤 誠一（加工基礎研究グループ） 

［研究担当者］平澤 誠一、古賀 健司(ナノシステム研

究部門)（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

 金属と半導体、或は、異種半導体同志が原子レベルで

接合すると、界面近傍で両者のフェルミ準位が等しくな

るよう半導体のバンドベンディングが生じる。このよう

な構造をナノスケールに実現した複合ナノ粒子では、特

異な電子密度状態、高活性な三相界面に起因した電気化

学的特性が期待できる。本研究では、希ガス中でのレー

ザーアブレーションとその後のナノ粒子酸化反応をコン

トロールすることにより、極めて簡便な手法で、様々な

材料系、様々な形状の複合ナノ粒子を作製するプロセス

を確立するとともに、粒子の電気化学的物性の探索を進

めることを目標としている。 

 具体的には、貴金属と卑金属からなる合金材料を希ガ

ス中でレーザーアブレーションすることにより生成した

合金ナノ粒子を、気流搬送中に加熱雰囲気化で酸素と混

合し、卑金属成分を酸化させ相分離させることにより、

貴金属と卑金属酸化物からなる複合ナノ粒子を作製する

プロセスを開発した。得られた複合ナノ粒子に含有され

る貴金属・卑金属の組成比はターゲット材料の組成を保

存しており、ターゲットのコントロールにより、様々な

ボリューム比の複合ナノ粒子を作製することが可能であ

った。レーザーアブレーション法の特長として、材料選

択の多様性が挙げられるが、今回開発したプロセスによ

り、数多くの材料系の組み合わせについて複合ナノ粒子

の作製に成功した。特に、岩塩構造を安定構造にもつ金

属酸化物については、酸化雰囲気下での温度履歴により

様々な成長形態が発現することを見出し、酸化プロセス

のパラメータにより、形状までも制御した複合ナノ粒子

を作製できることを明らかとした。 

 粒子の物性探索としては、ガスセンサ特性評価を端緒

として、予備的試験を行った。できるだけ少ない量の粒

子で電気的なコンタクトがとれるよう、ガラス上にリソ

グラフィで作製された数ミクロンギャップの櫛形電極を

選定した結果、数秒程度の堆積時間で、評価に十分な架

橋が得られることが明らかとなった。但し、粒子の種類

にもよるが、電気抵抗値やガス応答の安定性に問題がみ

られており、信頼性のあるデータ取得は今後の課題であ

る。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、複合化、レーザーアブレーシ

ョン、触媒 

 

⑤【サステナブルマテリアル研究部門】 
（Materials Research Institute for Sustainable 
  Development） 

（存続期間：2004.4.1～） 

研究部門長：中村 守 

副研究部門長：田澤 真人、小林 慶三 

主幹研究員：田尻 耕治 

 

所在地：中部センター 

人 員：54名（54名） 

経 費：505,871千円（415,119千円） 

 

概 要： 

 サステナブルマテリアル研究部門は、材料、素材及

び部材に関わる研究開発によって、産業・社会の持続

可能な発展の実現に貢献することを目指す。特に、産

業上重要でありながら、将来の供給に不安があるレア

メタル資源対策のための技術開発、及びエネルギー資

源の節約と、化石燃料の燃焼に伴う二酸化炭素排出量

の抑制による地球環境への負荷低減のための、材料及

び部材に関わる研究開発に取り組んでいる。具体的に

は、可採埋蔵量が少ない上に、極少数の国への埋蔵資

源の偏在が著しいため、我が国の産業にとって重要で

ありながら、将来の安定供給に不安があるいくつかの

レアメタル元素について、代替材料技術及び消費量削

減技術の研究開発を推進した。また、将来のエネルギ

ー不足への対応及び地球温暖化の防止を目的とする研

究においては、エネルギー消費削減に資する材料と部

材に関わる研究開発として、自動車等の輸送機器用超

軽量材料としてのマグネシウム合金を中心とした軽量

金属素材に関わる研究開発と、住宅・オフィスにおけ

る冷暖房のためのエネルギー消費の削減を目指した窓、

壁等の建築材料及び部材に関わる研究開発を重点課題

として実施した。 

 平成25年度は、各重点課題において力を入れたテー

マは、以下の通り。 
① レアメタルの研究については、偏在が著しいジス

プロシウムを添加する Nd-Fe-B 希土類磁石の代替



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(301) 

材料として、ジスプロシウムを使用しない Sm-Fe-N
焼結磁石材料の開発を行い、微細結晶化プロセスの

開発により、高い保磁力を示す粉末を作製する技術

を開発した。また、低温で高い CO 酸化特性を示す

水賦活処理白金―鉄担持アルミナ触媒について構造

の解明を行った。白金族触媒からの白金族資源の回

収について、Li と Na の混合複合酸化物を利用する

低環境負荷リサイクル技術を開発した。さらに、コ

バルト代替材料技術については、WC-Co を代替す

る WC-FeAl に含まれる酸素量の抑制により、靭性

と強度を大幅に向上させ得ることを示した。また、

WC-FeAl を工具として利用するために必要な長尺

部材の製造プロセスの開発を行った。 

② 軽量金属素材についての研究では、相対的に優れ

た強度を有するマグネシウム合金（AZ61:Mg-Al-Zn
合金）を対象として、優れた室温張出し成形性（エ

リクセン値：8.0）と高強度（291MPa）を両立する

プロセス条件を明らかにした。また、マグネシウム

合金の連続鋳造ビレットから複雑形状部材（ヒート

シンク）を鍛造で製造するプロセス技術の開発を検

討し、最終的な鍛造過程の前に、予め結晶を微細（10

ミクロン以下）に調整することで、複雑形状の創成

が可能な事を示した。また、軽量金属の低コスト振

動鋳造プロセスの可能性について検討し、振動印加

条件と結晶粒の関係等を調べた。 

③ 省エネルギー住宅・オフィス用材料技術について

の研究では、ガスクロミック調光ミラーシートの実

用化に向けた研究開発を進展させた。また、サーモ

クロミック材料の性能を向上させると共に、液晶を

用いた新規熱応答型光制御素子の製作に成功した。 

 木質サッシの開発については、形状付与及び形状

安定性の向上を目指した研究を進めた。省エネルギ

ー効果の評価については、環境調和実験棟において、

開発部材の実使用環境での省エネルギー効果の実証

試験を継続した。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構 平成24年度研究成果最

適展開支援プログラム（A-STEP） 

「高耐久性・高意匠性を両立する木質成形体の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 平成24年度研究成果最

適展開支援プログラム（A-STEP） 

「高温耐酸化性を有するレアメタルフリー工具用材料の

開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（チーム型研究（CREST）） 
研究領域「プロセスインテグレーションによる機能発現

ナノシステムの創製」 

「光神経電子集積回路開発と機能解析・応用」 

 

財団法人石川県産業創出支援機構 平成24年度戦略的基

盤技術高度化支援事業 

「航空機中空複雑形状鋳物用、砂型差圧鋳造技術の開発」 

 

財団法人福岡県産業・科学技術振興財団 平成25年度戦

略的基盤技術高度化支援事業 

「同時複数組成蒸着膜製造技術による安全・小型・低コ

スト水素検知センサおよびシステムの製品化」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果最適展開支援

プログラム（A-STEP）FS 探索タイプ 

「希塩酸を用いる白金の低環境負荷型溶解プロセスの開

発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 平成25年度研究成果最

適展開支援プログラム（A-STEP） 

「高融点材料の摩擦撹拌接合を実現するサーメット製ツ

ール材料の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 平成25年度研究成果最

適展開支援プログラム（A-STEP） 

「光透過性を可変できる保育器応用に資する調光デバイ

スの開発」 

 

公益財団法人北九州産業学術推進機構 平成25年度戦略

的基盤技術高度化支援事業 

「非常用電源としてのマグネシウム空気電池を実現する

難燃性マグネシウム合金鋳造薄板による革新的電極素材

の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 平

成21年度産業技術研究助成事業 

「高効率成膜プロセスを用いた機能性酸化物薄膜の開発

および調光ミラーデバイスへの応用と優れた耐環境性能

を有する構造開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 H24基盤研究（C) 

「異周速圧延法によるチタン板材の集合組織制御と高性

能化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦

的萌芽研究 

「VO2マイクロフレーク創製と熱応答型表面熱伝達制御

素子の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 H23基盤研究（A）(一般） 

「ナノ空隙の吸着サイト改質とミクロ界面すべり制御に

よる木材の超塑性加工法の開発」 
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独立行政法人日本学術振興会 科研費（基盤研究（C）（一

般）） 

「インプラント治療における iPS 細胞を用いた再生骨の

長期安全性に関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 平

成23年度先導的産業技術創出事業 

「木質細胞ヒエラルキー界面をセミソリッド化する非平

衡塑性加工技術の開発と自動車用木材・プラスチック複

合材料への展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（研究

活動スタート支援） 

「第一原理計算を利用した CNT／金属異相界面の破壊

メカニズムの解明」 

 

公益財団法人天田財団 塑性加工研究助成 

「Ti(C,N)-Ni 系サーメットの高靱性化に関する研究開

発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）（研究分担者） 

「有機複合体材料への3次元微細構造形成に基づく感温

型デバイスの光制御機能開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研究

分担者） 

「生物規範階層ダイナミクス」（分担者1） 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研究

分担者） 

「生物規範階層ダイナミクス」（分担者2） 

 

発 表：誌上発表139件、口頭発表216件、その他58件 

--------------------------------------------------------------------------- 
凝固プロセス研究グループ 

（Solidification Processing Group） 

研究グループ長：多田 周二 

（中部センター） 

概 要： 

 所属部門の重点課題である軽量金属材料技術ならび

にレアメタル対策技術を中心に、産業・社会の持続可

能な発展に資する新しい鋳造プロセスの開発に取り組

んだ。平成25年度は、磁場を必要としない振動鋳造プ

ロセスとして、溶解るつぼの外周部に配置したコイル

に電流を反転させながら印加できる装置を試作し、こ

れを用いることによって鋳造組織の微細化が可能であ

ることを確認した。セミソリッド成形技術では、業界

からのニーズが高い ADC12アルミニウム合金に対し

てセミソリッドによる成形条件を精査し、耐圧部品の

成形に成功した。さらに、凍結鋳型に関する研究では、

青銅合金鋳物におけるビスマスの使用量の低減技術に

目途が付き、民間企業による事業化という形で技術移

転を行った。同時に、鋳造品からの中子の除去作業に

かかる作業負荷の軽減を目的として凍結中子の適用に

関する検討も進め、複雑な中空形状を有するアルミニ

ウム合金鋳物を対象として凍結鋳型による鋳造技術の

高度化に向けた技術開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

環境応答機能薄膜研究グループ 

（Energy Control Thin Film Group） 

研究グループ長：吉村 和記 

（中部センター） 

概 要： 

 多層薄膜を利用した省エネルギー効果の大きい窓ガ

ラス材料として、調光ミラーガラス、サーモクロミッ

クガラス、液晶を用いた新規調光ガラス、全反射を用

いた新規調光ガラスの研究を行った。調光ミラーガラ

スの研究においては、マグネシウム・イットリウム合

金薄膜と新しいガスクロミック方式を用いる調光ミラ

ーシートを実用化するための研究を企業と共同で行い、

省エネルギー窓としての実用化に向けて大きく前進し

た。サーモクロミックガラスについては、温度変化に

ともなう反射率変化のヒステリシスを小さくする技術

を確立した。液晶を用いた新規な調光ガラスの研究で

は、液晶の相転移を用いた熱応答型光制御素子の作製

に成功した。また、全反射を用いた新規調光ガラスの

研究では、調光シートとして大量生産する方法を企業

と共同で開発し、厚さ0.1mm の調光シートの作製に

成功した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

木質材料組織制御研究グループ 

（Advanced Wood-based Material Technology 
  Group） 

研究グループ長：金山 公三 

（中部センター） 

概 要： 

 樹木は、人工的なエネルギーを使用すること無しに

太陽エネルギーによる光合成で成長するので、大気中

の二酸化炭素固定による「地球温暖化対策」と、再生

産による「資源枯渇対策」として有望な材料と位置づ

けられる。そして、公共建築物への国産木材利用を促

進する法律も施行された。このような背景に基づき、

木材の有効利用の大幅拡大が期待されているが、それ

を実現するためには、①強度向上技術、②形状付与加

工技術、③寸法安定性向上技術、④耐久性向上技術並

びに評価・保証技術などが必要である。 

 そこで平成25年度は、②を中心テーマとして、その
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遂行に際して①③④も考慮して取り組んだ。木材の細

胞間層を選択的に軟化させて、隣り合う細胞同士のせ

ん断滑りを生じさせることによって、材料を複雑3次元

形状へ変形加工する「流動成形」の検討を進めた。特

に、素材の微細構造制御によって変形抵抗の顕著な低

減の可能性を見出した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

セラミックス応用部材研究グループ 

（Applied Technology with Traditional Ceramics 
  Group） 

研究グループ長：杉山 豊彦 

（中部センター） 

概 要： 

 窯業、陶磁器に関して蓄積した研究手法やノウハウ

を活用して、省エネルギーに役立つ建築部材の技術開

発を行う。外壁・内壁・屋外などに用いられるセラミ

ックス建材として、保水性、調湿性、透水性、断熱性、

防音性などの機能を付与した部材を開発する。同時に

廃棄物のリサイクルのための技術開発を行う。また、

釉薬関連、データベース構築などの基礎研究およびセ

ラミックス製造技術等を活かした応用研究を行う。平

成25年度は、保水性セラミックスについて耐凍害性の

向上の研究を継続し、開発品の実証試験を行って従来

品に比べて凍害発生が大幅に減少することを確認した。

また調湿建材用に開発し環境調和型建材実験棟に施工

した調湿塗り壁材の性能評価を継続して行うと共に、

コストダウン等の可能性を検討するため、構成元素の

異なる建材用新規調湿材料の研究を開始した。その他

の研究として環境適合型顔料、粉体への特性付与と評

価技術および標準化、日射反射釉薬の開発、粘土系部

材への機能付与、開発部材の応用研究などを行った。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

相制御材料研究グループ 

（Phase Engineering for Advanced Materials 
  Group） 

研究グループ長：尾崎 公洋 

（中部センター） 

概 要： 

 これまでのレアメタルに依存した機能性の向上を見

直し、レアメタル資源への依存度を低減した材料開発

を実現するため、材料合成過程における非平衡状態を

積極的に活用した代替材料および省使用化技術を開発

した。特に、磁性材料、熱電材料、硬質材料を中心に

研究を進めた。 

 ハイブリッド自動車の駆動用モータに利用される磁

石に含まれる重希土類元素である Dy を使用しない磁

石の開発を続けた。そしてその一番の候補である

Sm-Fe-N 磁石粉末に対して、微細結晶化プロセスの開

発により、高保磁力粉末の開発に成功した。 

 廃エネルギーの有効利用のためには、熱を電気に変

換できる熱電変換材料が有効である。これまでに開発

された熱電変換材料に含まれる希少金属である Bi、Te、
Sb を用いない Fe2VAl 熱電モジュールを開発し、モジ

ュール化に際して重要な技術である高速焼結プロセス

の開発を行った。 

 また、精密加工を実現するために使用される硬質な

金型材料などに利用される W や Co の使用量を削減す

ることを目的として、FeAl 金属間化合物や Ni を結合

相とした新しい硬質材料の開発を行った。その結果、

WC-FeAl を通電焼結金型として利用できることを明

らかにし、実用化への道筋を付けることができた。 
研究テーマ：テーマ題目１ 

 

融合部材構造制御研究グループ 

（Advanced Integrated Materials Research Group） 

研究グループ長：松本 章宏 

（中部センター） 

概 要： 

 結晶性や組織の制御・融合化によるレアメタル代替

材料の創製と射出成形や高エネルギービームを用いた

部材化に至る技術開発を行っている。 

 コバルト代替硬質材料 WC-FeAl に関して、プロセ

ス中に取り込まれる酸素量を制御することにより、破

壊靭性と抗折力を大幅に改善できることを明らかにし

た。また、焼結時の雰囲気を制御することにより、結

合相中に形成しやすい脆化相を抑制できることを見出

した。タングステン代替硬質材料として開発している

高靭性サーメットに関して、特定元素添加により靭性

が改善される要因について種々検討し、考えられる高

靱化メカニズムを提案した。 

開発している硬質材料の工具や金型への応用を促進

するため、開発材料を用いた工具による切削等のシミ

ュレーションを行い、市販超硬合金工具との結果を比

較検討し、今後の課題を整理した。 

 硬質膜を形成するために、PBII とスパッタを併用し

た新たな手法を提案して基礎的検討を行い、その可能

性と課題について整理した。  

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

物質変換材料研究グループ 

（Catalytic Nanomaterials Group） 

研究グループ長：多井 豊 

（中部センター） 

概 要： 

 環境浄化やクリーンエネルギー開発分野におけるレ

アメタルの代替・少量化や、当該分野に関連する資源

採取に資する研究を推進した。 

 環境浄化材料関連においては、三元触媒の軽希土類
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有効利用にむけて、セリア-ジルコニア触媒の酸素放出

過程における速度解析を行った。この結果、クリオゲ

ル触媒は従来法触媒に比べて、表面酸素、バルク酸素

共に酸素放出速度が高いことを突き止めた。高活性・

高耐久性触媒の創出を目指し、薄膜技術を応用したド

ライプロセスを取り入れた触媒調製法を検討した。平

成25年度は、触媒金属原子の担体へ打ち込み効果を明

らかにするため、イオン源で生成する金属イオンのエ

ネルギー分析する手法を開発した。低温で高い CO 酸

化活性を発現する、水賦活処理白金－鉄担持アルミナ

触媒について、担体となる鉄担持アルミナの詳細な構

造解析を行った。この結果、酸化鉄はアルミナ表面に

単分子状で存在すると推測された。 

 クリーンエネルギー開発関連分野においては、ニッ

ケルを含むアルミナゾルを均一にゲル化するプロセッ

シング技術を確立した。本方法で調製した触媒では微

細なニッケル粒子がアルミナ上に高分散され、天然ガ

ス改質反応を行ったところ、従来法で作製された触媒

に比べて、反応活性、選択性共に優れていることを見

いだした。また、バイオマス由来の原料からの低環境

負荷型水素製造プロセスを利用してアンモニアを

one-pot 合成するプロセスについて予備的な実験を行

い、実際にアンモニアが生成することを確認出来た。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

高耐久性材料研究グループ 

（Durable Materials Group） 

研究グループ長：穂積 篤 

（中部センター） 

概 要： 

 当グループは、レアメタル・ベースメタル（含主要

軽金属）の代替材料および使用量削減技術、当該材料

使用製品の長寿命化、二酸化炭素削減のための輸送機

器軽量化、建材等構造部材への機能性表面創成技術の

開発を目指し、1）ウェットプロセスを用いた高機能表

面／薄膜の創製、2）ドライプロセスを用いた高機能、

高耐久性材料の創製、3）材料の機械的特性評価技術の

開発およびその標準化等に取り組んでいる。平成25年

度、1）では、親水性ポリアクリル/ポリメタクリル誘

導体を原料に用いてポリマーブラシを各種基板上に作

製する手法の確立を目指し研究を実施した。得られた

ブラシ表面は水中で高いはつ油性を示し、水中での油

の前進／後退接触角が150°以上を示し、その差である

接触角ヒステリシスが小さいため（<10°）、低い角度

（<5°）で滑落していくことが明らかとなった。 

2）では、耐食・耐摩耗性ならびに はっ水性あるいは

はつ油性等の表面特性の高機能化を図り、MAX 相を

ベースとする多元系化合物セラミックス皮膜の形成技

術を開発している。平成25年度は、レアメタル使用製

品であるステンレス鋼（SUS316）基材に、多元スパ

ッタリングによる Ti-Si-C 三元系化合物セラミックス

のコーティングを実施し、はっ水性に及ぼす成膜温度

の影響を検討した結果、皮膜構造の成膜温度依存性な

らびに微小水滴に対する静的接触角の成膜温度依存性

が共に明らかとなり、はっ水性と皮膜構造との関連性

を確認した。また、同三元系セラミックス薄膜の合成

における窒素添加の影響を検討した結果、一定の窒素

ドープ量のときに高温はつ油性を発現する薄膜を作製

できること、および油滴の転落角は温度上昇とともに

小さくなる傾向があることを見出した。 

3）では、機械的特性評価技術に関する研究を行い、当

グループが考案した顕微方式の計装化インデンテーシ

ョン評価装置を検証する方法を確立した。これにより、

圧子接触面の撮像画像の大きさや画像解析により数値

化された接触面積を検証することが可能となり、各種

機械的特性を解析する上で極めて重要な接触面積値の

トレーサビリティを実現した。材料の劣化の度合いを

定量評価する技術を開発した。動疲労の振幅応力を系

統的に変化させる手法で高分子材料のモデル劣化材を

作成し、顕微インデンターにより計測される負荷過程

の接触面積と荷重との関係からモデル劣化材の弾塑性

特性を弾性成分と塑性成分に分離評価した。これらは

劣化評価のパラメータであるばかりでなく、劣化の素

過程や劣化機構の解明において有用であることがわか

った。 

研究テーマ：テーマ題目１、２ 
 
金属系構造材料設計研究グループ 

（Group for structural metals design） 

研究グループ長：千野 靖正 

（中部センター） 

概 要： 

 軽量金属材料の一次成形プロセスに関する研究とし

て、マグネシウム合金の鍛造プロセス及び圧延プロセ

スに関する研究を実施した。具体的な研究内容は以下

の通りである。 

マグネシウム合金の鍛造プロセスの開発では、汎用

マグネシウム合金 (Mg-3mass%Al-1mass%Zn 合

金:AZ31合金)の連続鋳造ビレットから複雑形状部材

(ヒートシンク)を鍛造成形するためのプロセス技術の

開発を検討した。その結果、鍛造前の素材の組織を予

め10μm 以下に微細化（結晶粒微細化処理）すること

で、200℃以下の低温でも複雑構造部材を鍛造成形でき

ることを見出した。 

 マグネシウム合金の圧延プロセスの開発では、AZ31
合金の室温成形性を改善するために開発した手法を、

高 強 度 Mg 合 金 （ Mg-6mass%Al-1mass%Zn 合

金:AZ61合金）に適応することを検討し、優れた引張

り強度（291MPa）と室温成形性（エリクセン値8.0）

が発現するプロセス条件を導出した。また、優れた冷
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間圧延性を示す希薄合金（Mg-0.2wt%Ce 合金）を対

象として室温成形性を改善することを検討し、エリク

セン値8.0の成形性が発現するプロセス条件を導出し

た。 

研究テーマ：テーマ題目２ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］レアメタル等金属の省使用・代替材料

の開発 

［研究代表者］中村 守（研究部門長） 

［研究担当者］中村 守、小林 慶三、尾崎 公洋、 

西尾 敏幸、楠森 毅、三上 祐史、 

中山 博行、高木 健太、岡田 周祐、 

松本 章宏、加藤 清隆、中尾 節男、

下島 康嗣、細川 裕之、古嶋 亮一、

多井 豊、尾崎 利彦、三木 健、 

大橋 文彦、冨田 衷子、山口 渡、 

粕谷 亮、多田 周二、田村 卓也、 

（尾村 直紀）、穂積 篤、浦田 千尋、

園田 勉、宮島 達也（常勤職員29名） 

［研 究 内 容］ 

 部材における機能の高性能化・小型化により省資源・

省エネルギーを実現しながら、機能性部材を構成するレ

アメタルへの依存度を抑制した新しいコンセプトの部材

開発に向けた基盤的な研究を行う。特に資源が希少でそ

の偏在性が高く、我が国産業の今後の発展に不可欠なレ

アメタル資源に着目し、その使用量の低減を目指した材

料開発・プロセス開発を行う。開発対象材料としては高

性能永久磁石、硬質な耐摩耗性部材（工具や金型）、熱を

電気や力に変えるエネルギー変換部材の開発を行う。ま

た、環境負荷低減を目指して、環境触媒における白金族

などの省使用化技術の開発や、鉛の削減技術の開発とそ

れに伴うレアメタル資源の有効利用技術の開発なども実

施する。具体的には、資源的に豊富なチタンと軽元素（B、

C、O、N 等）を主たる構成要素としながら、非平衡相

からの微細結晶創製技術等を利用して新規な機能性材料

を開発し、希少金属の代替化を進めるための技術基盤を

構築する。今後のグリーンイノベーションに不可欠な高

性能磁石に対しては、重希土類元素フリーとした新しい

焼結磁石の開発を図る。鉛については環境規制を考慮し

ながら、鉛フリー化を進め、代替材料となるビスマスの

使用量を低減する技術開発を行う。触媒に関しては、白

金族の使用量を削減するため、分散技術や構造制御、担

持用の多孔質セラミックスの特性向上等を行う。 

 平成25年度の進捗状況は下記の通りである。 

 耐摩耗材料の開発では、開発してきた WC-FeAl 超硬

合金について、これまでのプロセスではドリルやエンド

ミルなどの工具の先端部分しか開発材料を提供すること

ができなかったが、無垢の工具材料に対する産業界から

の要求を受け、長尺化技術を開発した。従来の技術では

通電加圧焼結により緻密な焼結体を作製していたが、粉

末原料を調整したのちに成形用のバインダーを添加して

押出し成形することに成功した。成形条件を適正化する

ことでこれまでにない長尺の成形体を作製することがで

きた。また、得られた成形体は真空焼結によって緻密な

焼結体とすることができた。本技術開発により、

WC-FeAl 工具素材の量産性とろう付け部の強度低下な

どの問題を解決することができるものと考えられる。さ

らに、硬質粒子として炭化チタンを主成分としたサーメ

ットの機械的特性の改善を試みた。遷移金属の調整を行

うことで機械的特性の改善が行えることを明らかにした。

さらに、結合金属相を FeAl にした新たな硬質材料の設

計、試作を行い、高温での耐酸化性に優れる材料を見出

すことができた。これらの硬質材料は、高温用途の金型

や加工治具としての応用が期待される。 

 白金族の使用量低減に向けた研究開発では、白金と酸

化鉄との界面を効率的に形成する技術を利用して高温で

白金のシンタリングを抑制する手法を検討した。この結

果、800℃耐久後に炭化水素酸化活性の高い触媒を調製す

ることができた。白金族代替触媒の研究では、新たに、

複合酸化物の結晶性を制御する手法を開発し、この技術

を基に担体の結晶性が異なる複合酸化物担持酸化銅触媒

を調製することに成功した。白金回収技術については、

開発した Li 添加陪焼による白金回収技術において、使用

する Li 量の削減を目指して Na と Li の混合複合酸化物

の利用を検討した。この結果、用いる Li 量を大幅に削減

しても、Li 塩とほぼ同様のプロセスで白金回収が可能で

あることを明らかにした。 

 我が国で開発された Nd-Fe-B 系高性能磁石の高温特

性を改善するために添加される重希土類元素（ジスプロ

シウム）は安定確保が難しく、新たな高性能磁石の開発

が求められている。これまでに難焼結性の Sm-Fe-N 磁

石粉末を開発したプロセス技術で等方性バルク焼結体に

することには成功しているが、さらに性能を高めるため、

異方化焼結体の研究を進めている。異方化焼結を実現さ

せるための課題が粉末表面の酸化層であることを明らか

にした。 

 近年ますますエネルギーの有効利用が求められる中、

廃棄されている熱エネルギーを電気として再利用するた

め、レアメタルの使用量を低減した低温域での熱電変換

材料の開発ならびにモジュール化技術について検討した。

これまでに開発してきた鉄をベースとした Fe2VAl ホイ

スラー合金で構成された熱電モジュールの変換効率を評

価するとともに、微小空間での熱電変換を可能とするモ

ジュールを試作した。急冷凝固技術を応用して目的組成

の金属粒子を作製することで熱電ボールを作製し、通電

焼結技術を応用した接合技術で積層構造にして微小モジ

ュールを作製する技術を確立した。粒子の積層構造にす

ることで熱だまりが作られ、微小部においても温度差を

得ることに成功した。 

青銅合金鋳物における鉛代替材料として消費量が増加
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しているビスマスの使用量低減技術について、凍結鋳型

を用いた鋳造プロセスの基盤技術を確立し、鋳物の薄肉

化、高強度化等を実現することでビスマス使用量の低減

につながった。開発した技術は、民間企業と連携しなが

ら改良され、凍結鋳型を用いた青銅合金鋳物の製造技術

として事業化につながった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］タングステン、耐摩耗材料、工具、超硬

合金、重希土類、高性能磁石、低温焼結、

高圧焼結、青銅合金、凍結鋳造、鉛代替

材料、熱電材料、モジュール、白金触媒、

排ガス浄化、白金回収 

 

［テーマ題目２］軽量合金による輸送機器の軽量化材料

技術の開発 

［研究代表者］中村 守（研究部門長） 

［研究担当者］中村 守、小林 慶三、多田 周二、 

田村 卓也、（尾村 直紀）、李 明軍、 

村上 雄一朗、千野 靖正、斎藤 尚文、

鈴木 一孝、（渡津 章）、黄 新ショ

ウ、湯浅 元仁、穂積 篤、園田 勉、 

宮島 達也、浦田 千尋 

（常勤職員17名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車が消費する全エネルギー（生産、使用、廃棄に

要するエネルギー）の90%が走行時に消費されるガソリ

ン等の石油燃料に由来することから輸送機器の軽量化に

着目し、マグネシウム等の軽量金属を輸送機器の構造部

材等へ応用するために必要な要素技術の開発を行う。 

 平成25年度までの進捗状況は以下の通りである。 

 アルミニウム合金やマグネシウム合金における鋳造組

織の微細化技術として開発を進めてきた電磁振動プロセ

スは、組織の微細化に極めて有効である一方、強力な磁

場を必要とするため設備コストや大型化に問題がある。

そこで、磁場を必要としない振動鋳造プロセスについて

検討した。溶解るつぼの外周部に配置したコイルに電流

を反転させながら印加することで、溶湯を振動・撹拌で

きることを確認した。市販のアルミニウム合金を用いて

振動を与えながら凝固させた鋳物の組織と電流の反転周

期との関係を調べた結果、実験条件範囲では反転周期が

長くなるに従って組織の微細化が進むことを確認した。

本技術は連続鋳造に応用することが可能であると考えら

れる。良好な連鋳ビレットを鋳造するために、温度およ

び鋳造速度の制御条件についてさらなる検討を進めてい

る。 

マグネシウム合金鍛造技術開発では、汎用マグネシウ

ム合金（Mg-3mass%Al-1mass%Zn 合金:AZ31合金）の

連続鋳造ビレットから複雑形状部材（ヒートシンク）を

鍛造成形するためのプロセス技術の開発を検討した。そ

の結果、鍛造前の素材の組織を予め10µm 以下に微細化

（結晶粒微細化処理）することで、200℃以下の低温でも

複雑構造部材を鍛造成形できることを見出した。 

 マグネシウム合金圧延技術開発では、AZ31合金の室温

成形性を改善するために開発した手法を、高強度 Mg 合

金（AZ61合金）に適応することを検討し、優れた強度

（291MPa）と室温成形性（エリクセン値8.0）が発現す

るプロセス条件を導出した。また、優れた冷間圧延性を

示す希薄合金（Mg-0.2wt%Ce 合金）を対象として室温

成形性を改善することを検討し、エリクセン値8.0の成形

性が発現するプロセス条件を見出した。 

 さらに、マグネシウムに耐食性を付与するための表面

処理技術について、高温・高圧水蒸気を利用した蒸気養

生法による耐食性皮膜の形成を検討した。温度や蒸気圧

および保持時間等の処理条件を調整することにより、

AZ31合金基材に膜厚80µm 程度の耐食性皮膜を密着性良

好にて形成できることを見出した。また、180時間の複合

サイクル試験後も皮膜表面に腐食が発生しないことを確

認した。300時間以上耐久可能な高性能耐食性皮膜の形成

技術確立に向け、処理条件の最適化等さらなる検討を行

っているところである。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］軽量合金、マグネシウム、アルミニウム、

組織微細化、晶出物微細化、加工性、塑

性加工、表面処理、耐食性 

 

［テーマ題目３］省資源型環境改善建築部材の開発 

［研究代表者］中村 守（研究部門長） 

［研究担当者］中村 守、田澤 真人、吉村 和記、 

田嶌 一樹、岡田 昌久、山田 保誠、

垣内田 洋、金山 公三、重松 一典、

三木 恒久、関 雅子、田尻 耕治、 

前田 雅喜、堀内 達郎、犬飼 恵一、

渡辺 栄次、西澤 かおり、杉山 豊彦、

大橋 優喜、長江 肇、楠本 慶二、 

川上 省二、佐野 三郎、高尾 泰正、

穂積 篤、浦田 千尋（常勤職員26名） 

［研 究 内 容］ 

 民生部門におけるエネルギー消費や二酸化炭素排出量

は依然として増大しており対策が求められている。この

うち室温制御に必要な冷暖房負荷を低減するため、住環

境の快適性を維持しつつ、窓、壁等、建物外皮を通過す

る熱流を制御する機能や室内環境を調整する機能等によ

って省エネルギー化を可能とする建築部材の開発を目的

とした材料研究を行う。 
 具体的には、①省エネルギー型窓ガラスの研究、②木

質サッシの研究、③調湿材料の研究、④保水セラミック

ス部材の研究、⑤省エネルギー効果の評価を行う。 

 平成25年度の進捗状況は下記の通りである。 

 ①省エネルギー型窓ガラスの研究においては、調光ミ

ラーシートの実用化に向けた開発を進展させた。また、
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サーモクロミック材料の性能を向上させると共に、液晶

を用いた新規な熱応答型光制御素子の作製に成功した。

②木質サッシの研究においては、形状付与及び形状安定

性の向上を目指した研究を進めた。③調湿材料の研究に

おいては、ハスクレイをベースとした塗り壁材を施工し

た部屋内の環境測定を継続した。④保水セラミックス部

材の研究においては、開発した保水性材料の耐凍害性な

どの実証試験を継続し、実用に近い性能を得た。⑤省エ

ネルギー効果の評価については、環境調和型建材実験棟

において、開発中の上記各種建築部材の実使用環境での

省エネルギー効果の実証試験を継続した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］調光窓材料、木質窓サッシ、調湿材料、

保水性材料 

 

⑥【ナノシステム研究部門】 
（Nanosystem Research Institute） 

（存続期間：2010.4～） 

 

研究ユニット長：山口 智彦 

副研究部門長：浅井 美博、池上 敬一 

首 席 研 究 員：片浦 弘道 

総括研究主幹：川西 祐二、水谷 亘、長嶋 雲兵、 

        古屋 武 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第4、 

    つくば中央第5、つくば東 

人 員：94名（94名） 

経 費：1,267,267千円（670,607千円） 

 

概 要：  

１．ユニットのミッション 

 ナノメートルサイズの新物質創製からデバイス実

現までの道筋は、階層的なシステムの形成過程とし

て捉え直すことができる。当ユニットでは、原子・

分子技術からナノ材料を複合・統合化した高度なシ

ステム・デバイスの開発までを段階的に推進すると

ともに、多才な研究者群の協働のもとで国際規模の

融合領域研究・開発を展開し、私たちの未来社会に

貢献する。 

 また、2011年3月11日の東日本大震災および福島原

子力発電所の事故とその後をふまえ、研究者として

何ができるかを真摯に考え、日本産業の復興と安

全・安心な社会の再興にむけて全面的に取り組む。 

○産総研のミッションとの関係 

アウトカムとしてのグリーン・イノベーションなら

びにライフ・イノベーションを目指し、部門内の垂

直統合的な研究を推進する。また、その実現に不可

欠な「テクノロジーブリッジ」の概念を確立して国

内外に貢献する。すなわち、構造・機能・プロセス

等を予測し評価するための理論・計算科学的シミュ

レーション、高度なナノ計測技術、およびナノ安全・

ナノリスク、等の研究を重視するとともに、分野や

産総研内のみならず国内外との協働によって、基礎

から応用、製品化までを視野に入れた研究開発を行

う。これはまさしく産総研における本格研究として

の「第2種基礎研究」に他ならない。 

２．研究ユニットの研究開発の方針 

① 中期目標・計画を達成するための方策 

 産総研第3期の中期計画において、本ユニットが実

施する研究開発は、以下の大分類、大項目、中項目

に位置づけられている。 

大分類：グリーン・イノベーションを実現するため

の研究開発の推進 

大項目：Ⅰ-4 グリーン・イノベーションの核とな

る材料、デバイスの開発 

中項目：(1)レベルで機能発現する材料・多機能部材 

(2)ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 

大項目：Ⅰ-5 産業の環境負荷低減技術の開発 

中項目：(1)製造技術の低コスト化・高効率化・低環

境負荷の推進 

大項目：Ⅰ-6 持続発展可能社会に向けたエネルギ

ー・安全性・環境評価技術開発 

中項目：(3)先端科学技術のイノベーションを支える

安全性評価手法 

大分類：ライフ・イノベーションを実現するための

研究開発の推進 

大項目：Ⅱ-1 先進的・総合的な創薬・医療技術の

開発 

中項目：(1)細胞操作・生体材料技術の応用による医

療支援技術 

これらの課題を推進するにあたり、 

(1)「グリーンシステム」（環境・エネルギー）、 

(2)「IT システム」（情報通信・エレクトロニクス）、 

(3)「ソフトシステム」（ライフ・バイオ、ソフトマ

テリアル） 

(4)「テクノロジーブリッジ」（理論・シミュレーシ

ョン、ナノ計測、ナノ安全・リスクなど） 

の4つを主要研究項目とする。「テクノロジーブリッ

ジ」は出口に向けた(1)～(3)の研究開発を前線に近

いところで橋渡しする役割を担う。 

具体的には、以下の5つの課題をユニットの重点課題

と位置付け、中期目標の達成に向けて研究開発を推

進する。 

(1) 材料・デバイス設計のための高予測性シミュレ

ーション技術の開発 

(2) ソフトマテリアルを基にした省エネ型機能性部

材の開発 

(3) 高付加価値ナノ粒子の合成と製造プロセスへの

応用に関する研究 
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(4) 炭素系ナノエレクトロニクス材料の開発と革新

的デバイス構築に関する研究 

(5) ナノバイオ材料評価・操作技術とナノ材料リス

ク評価・管理技術の開発 

 一方、これらの研究開発成果を産総研内や外部の企

業や研究組織と結び付ける仕組みとしてユニット独

自の3つの組織（後述）を設け、オープンイノベーシ

ョンを推進する。 

② 平成25年度の重点化方針 

 産総研の第3期開始と同時に発足した研究ユニッ

トとして、上記の5つのユニット重点課題の着実な進

展を目指す。一昨年度から開始している福島県にお

ける放射性セシウム（Cs）の除染に関しては、引き

続きユニットをあげて全面的に取り組む。安全・安

心な社会構築に向けた超高感度カメラ（ハイビジョ

ン暗視カラーカメラやガンマ線カメラ：Invisible 
Vision）の開発、および環境中に広くかつ薄く存在

するエネルギーや稀少金属を効率的に回収する未利

用熱エネルギー／マテリアル・ハーベスティングに

関する研究を推進する。また、機能創発に至る自己

組織化技術（プロセス技術の一つ）に積極的に取り

組むとともに、未来技術としての「やわらかいロボ

ット」の実現に向けた要素材料・技術の研究開発に

もチャレンジする。さらに、技術研究組合や個別の

企業連携の活動を継続するとともに、産学連携のイ

ノベーションハブとしての活動にも注力する。 

 必要に応じ、ナノテクノロジー・材料・製造分野

のナノ材料、先進プロセスでの連携、環境・エネル

ギー分野との触媒、太陽電池、燃料電池や環境セン

サーなどの共同研究、情報通信・エレクトロニクス

分野との光電子機能デバイス応用技術における連携、

ライフサイエンス分野および計測・計量標準分野と

のセンサー技術の連携などを積極的に行う。 

 さらに、今まで培ってきた国際連携、特に、MOU
等の国際協定を締結している韓国電子通信研究所

（ETRI：韓国）、国立ナノテクノロジー研究所

（NINT：カナダ）、Indian Institute of Technology 
(IIT) Bombay、NANOTEC（タイ）や華東理工大

学（中国）との国際連携に努めるとともに、IMEC
（ベルギー）、ドレスデン工科大学やマックスプラン

ク研究所（独）、CNRS（仏）、NIST（米）、ブルッ

クヘブン国立研究所（米）などとの国際共同研究を

進める。 

 一方、研究員にはエフォート率の20%以上を以下

のユニット重要業務に充てることを義務付ける。そ

の際、当ユニットの優位性が発揮できる「理論・計

算シミュレーション／計測／実験」の協働となるチ

ーム構成とそのチームへの参画は個人評価において

も高く評価される。 

(1) 福島原発の放射能汚染に伴うセシウム（Cs）の

回収 

(2) Invisible Vision 
(3) エネルギー／マテリアル・ハーベスティング（未

利用熱等） 

(4) 自己組織化技術の深化とやわらかいロボットに

つながる部材等の開発 

(5) 技術研究組合への協力 

(6) 未来技術の探索と検証： 次世代スーパーコンピ

ューターの検討と設計において、産学官の中核的

活動を目指す。また、ナノ材料・プロセスおよび

計測技術の高度化に向け、積極的な情報収集と産

学連携による素子の試作（見える化）を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 

「日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 重

水素化増感触媒の耐久性に関する研究」 

「日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 高

性能固体高分子形燃料電池の開発に関する研究」 

「日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 水

素生成光触媒電極の耐久性向上に関する研究」 

「工業標準化推進事業委託費 戦略的国際標準化加速事

業（国際標準共同研究開発事業：「樹脂―金属 異種材料

複合体の特性評価試験方法」の国際標準化）」 

「ニプロ社製自動培養装置及び平面自動培養装置による

iPS 細胞の培養評価」 

 

文部科学省 

「電気化学的吸着脱離によるコンパクトで再利用可能な

セシウム分離回収システム」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 

「グラファイト複合構造体の基礎物性解明」 

「スライド型ナノアクチュエータの開発に向けた基盤技

術の確立」 

「特異的溶解性・電荷輸送を示すリチウムイオン液体の

計算化学的解析（旧：イオン液体電解質の特異性を実証

する計算化学的研究）」 

「太陽電池用有機半導体の一気通貫合成を目指した高温

高圧マイクロリアクターの開発」 

「光応答型 CNT 分散液を用いた塗布型透明導電膜作製

及び微細加工技術の開発」 

「ホウ素中性子捕捉療法におけるサブミクロンホウ素薬

剤粒子の中性子照射による細胞殺傷効果の検証」 

「高密着性エッチングレス無電解めっきプロセスの高度

化に関する研究」 

「高機能神経内視鏡用リトラクターの開発」 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（助

成金） 

「化学反応を駆動源とする超省エネ型・新規自励振動ゲ
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ルアクチュエータを用いた外部装置フリーのマイクロ流

体素子の開発」 

 

独立行政法人物質・材料研究機構 

「平面波基底法（QMAS）などを基軸にした磁気物性量

の高精度計算手法の開発」 

 

公益財団法人ふくい産業支援センター    

「CNT 複合めっきによる次世代ソーワイヤの実用化」 

 

公益財団法人群馬県産業支援機構 

「超高速・低温フレームを特徴とする衝撃焼結被覆技術

を用いた、溶融相を持たない昇華性材料、窒化アルミニ

ウム（AlN）溶射皮膜形成技術の開発」 

 

国立大学法人東京大学    

「計算科学技術推進体制構築の「産官学連携」の推進（高

性能汎用計算機高度利用事業「HPCI 戦略プログラム」

分野2 新物質・エネルギー創成（平成24年度）」 

 

財団法人木原記念横浜生命科学振興財団    

「3次元細胞培養システムによる再生医療等に用いるヒ

ト軟骨デバイスの開発」 

 

公益財団法人東電記念財団 

「導電性高分子をフレキシブル電極とする電場駆動型・

超薄膜ペーパーアクチュエータの創製」 

 

文部科学省（科学研究費補助金） 

「液中レーザー溶融法における間接発生プラズマのゆら

ぎ変調の試み」 

「低環境負荷化学プロセスのための金属‐有機ナノチュ

ーブハイブリッド触媒の創製と応用」 

「有機ナノチューブの基礎特性評価と高機能化」 

「空間的拘束下でフラストレートした液晶の秩序形成と

ダイナミクス」 

「潰瘍性大腸炎治療を指向したカーボンナノチューブに

よる経口投与薬物送達」 

「色素分子組織化ナノチューブの光捕集アンテナ機能を

利用した光触媒システムの構築」 

「社会的インプリケーティングによる生物規範工学体系

化」 

「キラルブレンステッド酸触媒による制御システムの理

論的検討」 

「高移動度を示す有機トランジスター中のキャリアの電

子状態とダイナミクス」 

「構造化ゲルと化学反応場の協働による運動創発」 

「コロイド結晶の応力変形」 

「生体膜における不均一構造のダイナミクス」 

「生物多様性を規範とする革新的材料技術」 

「生物毒素に対する分子認識素子の創製と効果的な除染

法の開発」 

「第一原理分子動力学法による構造サンプリングと非平

衡ダイナミクス」 

「第一原理有効模型と相関科学のフロンティア」 

「単分子素子の機構解明を先導する機能性π電子系の創

製」 

「知能分子ロボット実現に向けた化学反応回路の設計と

構築」 

「ナノ構造形成・新機能発現における電子論ダイナミク

ス」 

「量子多成分系分子理論システムの構築およびプロトニ

クス・ポジトロニクスへの展開」 

「水素結合型有機誘電物質における強誘電性光制御の理

論」 

「分子アーキテクトニクス：単一分子の組織化と新機能

創成」 

「乱流摩擦抵抗低減のためのポリマー溶出界面の研究開

発」 

「生物規範界面デザイン」 

「高分子粗視化シミュレーションによるソフトアクチュ

エータ材料の物性とダイナミクス」 

「ナノ接合での熱電変換と局所加熱、熱散逸の第一原理

シミュレーション」 

「高度歯科医療のための液相レーザープラズマ技術の開

発」 

「微小錐台におけるエバネッセント光の結合効果による

自然放射光の指向性制御」 

「蛍光体ナノ結晶の合成と EL デバイスへの応用」 

「気－液界面を起点として合成されるゼオライト AFI
の配向自立膜」 

「錯体分子超構造膜の構築と量子効果発現」 

「新規炭化ホウ素ナノワイヤの熱電物性計測及び伝導機

構解明による廃熱発電素子の開発」 

「タンパク質機能の自由エネルギー解析と機能制御の分

子基盤」 

「in situ 非線形分光による有機金属界面分子配向と界

面相互作用の研究」 

「光二量化反応に基づいた有機化合物の可逆的な相構造

制御とその応用に関する研究」 

「in situ XAFS と XRD 同時測定による無機発光材料の

活性点構造の解明」 

「グラフェン・ナノ構造の電気伝導」 

「第一原理計算によるスピン軌道相互作用系の電界効果

の研究」 

「高強度・高じん性を有する微粒子／液晶複合ゲルの創

製」 

「自励駆動する筋繊維を模倣したナノファイバーゲルア

クチュエータの創製」 

「高品質酸化物ナノ粒子製造のための核発生と成長過程
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の厳密評価用マイクロデバイス開発」 

「第一原理計算に基づくシリコンナノシートの有機分子

修飾による機能化」 

「タンパク質コロナと生体分子の相互作用の解明」 

「有機材料とナノ構造体材料における熱電効果の理論研

究」 

「時間に依存する電圧下での第一原理伝導計算」 

「 Studies on the thermoelectric properties on 
PEDOT：PSS」 

「完全制御カーボンナノチューブの物性と応用」 

「単一分子と組織化分子ネットワークの非線型伝導理論」 

 

発 表：誌上発表262件、口頭発表632件、その他71件 

--------------------------------------------------------------------------- 
非平衡材料シミュレーショングループ 

（Nonequilibrium Materials Simulation Group） 

研究グループ長：宮崎 剛英 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 当グループでは、産業上重要な材料の非平衡状態に

関係するシミュレーション技術の開発と適用を行って

いる。（1）第一原理量子伝導理論による、材料の熱電

物性の計算方法を開発し、有機金属錯体分子材料の新

規な熱物性を予測した。酸化還元抵抗変化型メモリ材

料について第一原理伝導計算により、メモリセル材料

探索をおこなった。（2）量子計算と古典分子力場を組

み合わせた複合シミュレーション手法を基礎に、ウィ

ルスキャプシドタンパク質の糖鎖抗原認識機構を調べ

た。今年度は特に、アミノ酸変異がルイス b 糖鎖の分

子認識に与える影響を詳細に解析した。（3）第一原理

分子動力学計算コード FEMTECK を用いた高効率超

並列計算を京コンピュータ上で実行し、リチウム電池

や燃料電池の電解質中における高速イオン拡散機構の

解明を進めた。また、ベリー位相に基づいて有効電荷

や電気伝導率を計算するアルゴリズムを実装した。（4）

電子デバイスの絶縁膜や太陽電池の透明電極の材料と

して注目されているアモルファス金属酸化物の構造を

第一原理計算によって解析し、金属の種類や、金属と

酸素の比率によらない共通の原子配列があることを予

測した。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

相関材料シミュレーショングループ 

（Correlated Materials Simulation Group） 

研究グループ長：石橋 章司 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループでは、しばしば電子相関がその特異物性

発現の鍵を握っている磁性材料・超伝導材料・強誘電

／圧電材料などの構成物質を主たる対象として、第一

原理電子状態計算を軸に、必要な手法・プログラムの

開発・整備を行いながら、研究を進めている。現在は、

高性能永久磁石材料研究に、特に注力している。平成

25年度の具体的な研究活動を以下に挙げる。第一原理

計算により希土類磁石 NdFe11TiN の磁気物性値にお

ける窒化の影響を明らかにした他、Nd2Fe14B において、

スピン・軌道磁気モーメントの評価、粒界のモデリン

グなどに着手した。各種水素結合型強誘電体の自発分

極を第一原理計算で予測し、実際に合成した物質の性

能改善の指針とした。制限 RPA による第一原理有効

模型の導出法を改良し、自己エネルギーを差し引いた

バンド構造を出発点とした自己無撞着な方法を開発し

た。これを鉄系超伝導体関連物質 FeSe および FeTe
に適用して反強磁性の安定性を議論した。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

電気化学界面シミュレーショングループ 

（Electrochemical Interface Simulation Group） 

研究グループ長：中西 毅 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 当グループでは、持続可能な社会の達成に不可欠な、

スマートなエネルギー材料の研究開発を加速するため

に、シミュレーション技術の開発、シミュレーション

による高効率で高寿命なエネルギー材料の開発を目指

している。そのために、分子動力学法による自由エネ

ルギー計算の高効率化・高精度化、水素吸蔵機構の理

論的解明とモデルの構築を行ってきた。本年度の成果

として、白金－水界面、シリコン-有機溶媒界面および

酸化リチウム－イオン液体界面における水や溶媒の分

解反応やリチウムイオンの脱溶媒和を伴うイオン伝導

の解析を行い、実験から得ることが難しい微視的な電

気化学反応機構を解明した。また、有効遮蔽媒質法に

おいて従来必要だった非物理的な真空領域の排除を可

能とする方法（smooth-ESM 法）を開発し、より実験

環境に近い電気化学系のモデリングを可能にした。ま

た、東京電力福島第一原子力発電所の事故以降、プル

シアンブルー・ナノ粒子を用いた除染技術開発に協力

し、放射性セシウム除去率の時間変化を予測評価する

プログラムを開発した。これにより除染技術が向上し、

さらにはバイオマス除染のプラント設計への発展など

が期待される。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

ナノ炭素材料シミュレーショングループ 

（Nanocarbon Materials Simulation Group） 

研究グループ長：宮本 良之 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループは、ナノ炭素材料の平衡・非平衡状態で
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の挙動を知ることで、低エネルギー消費を特徴とする

デバイス開発とそれにより情報・エレクトロニクス産

業へ役立てることをミッションとしている。本年度は、

FMO 法による分子軌道計算コードで高効率な超並列

計算を「京」コンピュータで達成した。このコードに

て高分子の電子状態と、各原子への力場とその微分項

を高精度・高速に計算することを可能にし、高分子の

反応予測と設計を可能とした。また、時間依存密度汎

関数理論を利用した数値計算で、ダイヤモンド表面か

らの電子放出効率が表面の化学修飾により左右される

機構を明らかにした。更に、ナノ炭素材料デバイス応

用に重要となる高誘電材料の誘電率計算手法を開発し、

実験値を精度よく予測できることを確認し材料設計の

指針を得た。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

ソフトマターモデリンググループ 

（Soft Matter Modeling Group） 

研究グループ長：米谷 慎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループでは、理論・シミュレーションを先導的

な手段として用いた新規ナノ材料・デバイス・プロセ

ス創成研究を進めている。題目1「ソフトマテリアルを

基にした省エネ型機能性部材の開発」に関連し、ソフ

トマテリアルを用いた新規デバイスとして着目されて

いるソフトアクチュエーターを目指した自励振動ゲル

材料について、その構造変化としての膨潤・収縮過程

のダイナミクスと、その過程における応力変化につい

て散逸粒子動力学シミュレーションにより解析した。

特に応力については、溶媒・高分子間の相互作用をゆ

っくり変化させることで、大きな応力が生み出される

ことが明らかとなり、膨潤・収縮過程ができる限り平

衡な過程として進むような材料設計が重要であるとの

提案を行った。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ナノ理論グループ 

（Nanoscale Theory Group） 

研究グループ長：関 和彦 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、有機ナノ構造・界面に関するシミ

ュレーション・理論解析技術を向上させ、高効率な光・

電子デバイスの実現を目指した研究を行った。有機薄

膜太陽電池の光電変換効率は近年飛躍的に向上したが、

どこまで向上できるのかという指針がなかった。当グ

ループでは無機半導体に対する理論を拡張することに

より、有機太陽電池について光電変換効率の理論的な

限界を算出した。有機半導体の輸送特性は、分子の種

類、分子配置に大きく依存する。有機半導体輸送層に

用いられる典型的な芳香族分子に対して、最近開発さ

れた結晶構造予想法を適用し、手法の有効性を検討し

た。有機自己組織化膜の形成は、分子の微視的な挙動

に大きく影響される。粗視化分子動力学法により、界

面上に自己組織化膜が形成されていく過程のダイナミ

クスを解析し、基板界面への表面吸着・表面拡散プロ

セスにおける分子の微視的な挙動を明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目６ 

 

ソフトデバイスグループ 

（Soft Devices Group） 

研究グループ長：井上 貴仁 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、有機分子や生体由来材料が持つや

わらかな構造特性と自己組織化や省エネ型液体プロセ

スを活用した人や環境との親和性の良い「やわらかい」

デバイスの開発に取り組んでいる。具体的には、液晶

性有機半導体材料、省エネ型・高耐久性表示素子、高

機能バイオメディカル素子、外部刺激に応答する構造

制御高分子、マイクロ波加熱を利用する高効率・省エ

ネプロセス等の研究・開発進めている。本年度は、高

い電荷移動度を示す液晶性有機半導体材料の開発、粒

子配列及び配向制御を利用したコロイドデバイスの開

発、レーザーを利用したリン酸カルシウム球状粒子合

成技術の開発、ならびにリン酸カルシウム薄膜形成技

術の高度化、刺激応答高分子における延伸履歴の可視

化・クロミズム温度範囲の拡大、マイクロ波加熱を利

用する高効率・省エネプロセス等の研究・開発を行っ

た。  

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目７ 

 

ソフトメカニクスグループ 

（Soft Mechanics Group） 

研究グループ長：大園 拓哉 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、高分子化合物や生体由来の材料が

持つしなやかな構造特性や特異性、可塑性、興奮性お

よび広義の自己組織化能を基盤とするソフトマテリア

ルの研究開発を行う。より具体的にはゲル、高分子、

液晶、コロイド等のソフトマテリアルの微小空間と表

面の機能合成技術、及びナノメートルからミリメート

ルに至る階層を越えたソフトメカニクス材料を、バイ

オミメティクスと自己組織化を意識し統合的な開発を

行う。その中でも、アクチュエーターなどの機能性ゲ

ルの開発、ゲル内バイオミネラリゼーションの解明と

その応用、固／液界面における物理化学的現象の解明

と化学センサー等のデバイスへの応用、金属ナノロッ
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ドの作製と動的機能創出の研究・開発に対して、化合

物の設計・選択から、基礎物性評価、階層組織体構成、

機能発現までを、物理・化学の両視点から統合的に行

うことで取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

フィジカルナノプロセスグループ 

（Physical Nano-Process Group） 

研究グループ長：川口 建二 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、新規な物理的プロセスを利用して

従来法では得られない、ナノ粒子、球状微粒子、ハイ

ブリッド微粒子などの新規ナノ構造体を調製するため

のプロセス技術を開発している。具体的には、大気圧

マイクロプラズマ法、液中レーザー溶融法、気相中熱

酸化法など、いずれも新規な物理的手法を用いて開発

に取り組んでいる。このような技術を駆使したアプロ

ーチにより調製した新規ナノ構造体は、触媒特性や光

学特性などの無機材料機能発現のみならず、中性子捕

捉療法などの医療応用への展開も含めて実用特性を検

討している。また、安全科学研究部門や外部研究組織

と連携して、ナノ材料の安全評価技術の開発のための、

試験用ナノ粒子安定分散液の調整技術の研究開発を行

っている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目８ 

 

ナノ炭素材料研究グループ 

（Carbon Nanomaterials Research Group） 

研究グループ長：田中 丈士 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 当グループでは、カーボンナノチューブ（CNT）を

代表とするナノ炭素材料特有の新たな機能を見出し、

革新的デバイスへ応用するために、分散・分離・成膜

技術開発、さらにその基礎となる物性研究を行ってい

る。今年度は、ゲルを用いた単層 CNT の分離の大型

化や分離原理に関する知見を得るための研究を中心に

行った。単層 CNT の金属型と半導体型の大量分離技

術開発において、分離時の pH や溶質濃度により分離

CNT の純度と収率の制御が可能となり、スループット

を向上した。分離純度95%、収率80%の中期計画目標

を達成した。その分離原理に関し、CNT 表面の界面活

性剤の密度変化がゲルへの吸着力に影響する事を見出

した。有機溶媒による効率的濃縮法を開発した。温度

制御による高純度単一構造半導体型単層 CNT の分離

法を確立した。ドーピングにより得た p 型・n 型薄膜

単層 CNT トランジスタを組合せ、CMOS 型論理回路

の動作を実証した。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目８ 

グリーンテクノロジー研究グループ 

（Green Technology Research Group） 

研究グループ長：川本 徹 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、(1)環境中における放射性セシウム

に関する除染技術開発、(2)放射性廃液用再利用可能な

セシウム吸着材の開発、(3)電気化学的に色制御可能な

エレクトロクロミック材料を使用したディスプレイ開

発、を行った。これらの研究で用いたプルシアンブル

ー型錯体は、その結晶中に内部空孔を持ち、そこに陽

イオンを出入りさせることが可能である。セシウムを

そこに吸着させる技術を用いたのが(1)であり、(2)、

(3)については、電気化学的に吸着及び放出できる再利

用可能な吸着材、繰り返し色変化が可能なディスプレ

イ等を開発している。昨年度に引き続き、特にプルシ

アンブルーを利用して環境中のセシウムの吸着技術の

開発において顕著な結果が得られた。植物系放射性セ

シウム汚染物を焼却した後、その灰を除染する実証試

験プラントを構築、福島県において実証試験を行った。

結果として、適切に管理された条件下で焼却処理する

ことにより、汚染物の重量を50分の1～100分の1に低減

し、焼却灰に水を混ぜ、水に溶け出した放射性セシウ

ムを独自開発の吸着剤でほぼ完全に回収できることが

わかった。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

スマートマテリアルグループ 

（Smart Materials Group） 

研究グループ長：木原 秀元 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、次世代材料として期待されている

自己修復材料、光機能性材料、有機相変化材料等の実

現を目指して、化学反応や分子間相互作用の利用によ

る情報の感知、変換、保存、再生を行う新しい分子組

織体の構築を目的として研究開発を行っている。併せ

て、そのために必要な新しい分子組織体の探索と分子

組織体と光、熱、溶媒等の外部環境に係る相互作用に

ついて基礎的研究を行っている。ナノテクノロジーの

発展系としての次世代省エネ技術、環境分野、および

情報技術分野においては、分子間相互作用を高度利用

した機能性分子組織体に対する期待が大きい。すなわ

ち、分子組織体の構造を精密に制御することで、新た

な機能を発現することが可能と考えられる。また、分

子組織体は自発的な構築が可能でエネルギー的に経済

的であり、得られたものはしなやかで刺激に対して劇

的に応答する特徴がある。さらに、刺激によって生じ

る組織構造が変化した複数の状態を速度論的に安定化

できる可能性がある。グループの研究スタンスの特徴
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は、各種の機能性有機化合物の設計・合成から、基礎

物性測定、組織体構築、機能評価までを一貫して行う

ことである。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ナノシステム計測グループ 

（Nanosystem Characterization Group） 

研究グループ長：久保 利隆 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、高度な計測技術を用いテクノロジ

ーブリッジとして実用化研究推進に貢献している。産

総研ミッションに対する対応、技術研究組合や先端機

器共用化への協力、喫緊の解決課題に対して、原理解

明や計測手法の高度化を通じて研究推進をサポートし

た。本年度の代表的な成果を以下に示す。SFG 分光を

用い、有機 EL 素子が劣化する時の状態変化の追跡や、

撥水・撥油性表面における界面分子挙動に関する知見

を得た。電子顕微鏡を用い、高分子接着界面解析や有

機太陽電池の相分離構造や結晶構造の三次元情報を得

た。吸引プラズマ加工装置の性能評価・信頼性向上に

努め、同装置の国内外への普及展開の支援を行った。

XAFS を用いた新規構造解析手法の開発や反応条件下

での触媒構造変化に関する知見を得た。塗布可能な無

機遮光・遮熱膜の創製実現に向け、膜作製の再現性や

性能評価を重点的に行い、新しい膜調製技術法を導入

した。マイクロ波に対する物質の評価技術向上に努め、

産業に直結するマイクロ波技術の開発を行った。走査

プローブ顕微鏡を用い低次元材料の生成機構に関する

知見を得た。このように基礎研究から実用化開発まで、

また分野融合的に活動を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

ナノ光電子応用研究グループ 

（Nano Optoelectronics Research Group） 

研究グループ長：時崎 高志 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 当グループでは、光や電子の閉じ込め構造の最適設

計と精密作製技術を基に、光エレクトロニクスに関連

した高効率発光素子（革新的光デバイス）と不可視光

景の可視化技術（インビジブルビジョン）を中心とし

て、新規ナノ量子構造とこれらに必要なナノ評価技術

を開発している。成果を以下に挙げる。革新的光デバ

イスでは、リッジ構造 AlGaInP 赤色 LED の電流拡散

層を厚くすることで、エバネッセント光の結合効果を

高く維持したまま発光効率を上げることに成功した。

インビジブルビジョンでは、赤外線カラー暗視カメラ

の高感度化と赤外線照射機の高性能化を進め、距離25

～30m 先の被写体のカラー暗視撮影に成功した。新規

ナノ量子構造では、窒化物半導体の超平坦ヘテロ界面

形成に基づく高品質共鳴トンネル素子を作製し、サブ

バンド間遷移を用いた超高速双安定動作に成功した。

ナノ評価技術では、走査型電子顕微鏡に新機能を持つ

独自ナノマニピュレータを付加してナノ材料（層状半

導体など）の物性計測を行い、その有効性を示した。

一方、近接場光評価技術では、デュアルプローブ計測

の結果と計算予想との一致を示すとともに、近接場透

過スペクトル測定用白色光源を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

ナノ構造アクティブデバイスグループ 

（Nanostructured Active Devices Group） 

研究グループ長：石田 敬雄 

（つくば東） 

概 要： 

 当グループでは、ナノスケール構造体特有のアクテ

ィブな量子効果などの物性を利用した新規デバイスの

創出やその要素・評価技術の研究を行う。具体的には

錯体分子、導電性高分子、ナノワイヤー、金属ナノギ

ャップなどのアクティブな性質を利用したメモリー、

熱電素子などのデバイスの開発とデバイス評価技術の

確立を目指している。本年度はまず導電性高分子を用

いた熱電素子において0.3を超える熱電性能指数が水

分の影響で達成されることを見出した。金属錯体分子

膜に関しては錯形成法を変えることでルテニウム錯体

分子膜の電子移動能向上に成功した。また、ナノギャ

ップ電極に関しては、約1ナノメートルのギャップ幅を

自己整合的に制御しながら数百マイクロメートル以上

に亘って並列形成できる技術を確立した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

ナノケミカルプロセスグループ 

（Nano Chemical Process Group） 

研究グループ長：依田 智 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、有機、無機、複合系など幅広いナ

ノ粒子・ナノ材料を産業技術へ応用していくためのオ

ンデマンド・連続製造プロセス、および関連する技術

の研究開発を目的としている。ナノ粒子・ナノ構造を

作り出し、それらを階層的に構築して、デバイス、材

料、製品へと結びつけるプロセスの技術は、新機能、

高機能の創出、製品開発速度の向上、ナノリスクの低

減などに寄与する。連続的な製造では、溶媒、流体を

ベースとしたプロセスを構築し、流体の特性、物質の

溶解度や相状態の把握、化学反応の精密制御を行うこ

とが不可欠となる。これらの物性・反応を緻密に制御

するパラメータとして、“圧力”を導入し、さらにマイ

クロ流路、マイクロミキサーなどのプロセス技術を組
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み合わせることによって、様々な新規ナノ粒子・ナノ

材料に対応したプロセスを構築することが可能となる。

当グループでは各種ナノ粒子、ナノ材料の連続製造プ

ロセスの開発に取り組むとともに、高圧下での諸物性

測定・化学反応など必要な基盤技術の開発を行ってい

る。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４ 

 

スマートセンシンググループ 

（Smart Sensing Group） 

研究グループ長：横山 憲二 

（つくば東） 

概 要：  

 当グループでは、ナノテクノロジーとバイオテクノ

ロジーを融合させた革新的スマートセンシングに関す

る研究開発を行っている。ヘルスケア産業、安全安心

な社会の実現に貢献するバイオセンサー、バイオチッ

プ、生化学分析システムの実用化研究を重点的に行っ

ているが、センシングに必要な高性能新規酵素、糖鎖

などの生体関連材料に関する基礎研究も行っている。

具体的には、①民間企業との共同研究としての血糖値

センサー、乳酸センサーの製品化に関する研究を行っ

ており、特に血糖値センサーで用いる酵素について、

好熱性糸状菌からフラビン型グルコース脱水素酵素を

発見した。②民間企業との共同研究として、健康マー

カー測定法および食品・産業用バイオセンサーの開発

を行った。③ナノバイオ技術に関する統合的研究の中

で、細胞を分別する際のマーカーとなるタンパク質、

代謝産物等をハイスループットで高感度に解析できる

分離、検出法の開発を行った。④負電荷を有する５糖

誘導体のチップ固定化時においてブロッキングを検討

し、擬陽性を抑制する技術を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

形態機能ナノシステムグループ 

（Morphofunctional Nanosystem Group） 

研究グループ長：増田 光俊 

（つくば中央第5） 

概 要：  

 当グループでは、的確に設計された有機分子が自発

的に集合し極微細構造を形成する現象（自己集合と呼

ぶ）で生み出されるチューブ状ナノ構造材料（有機ナ

ノチューブ）について、医療・ナノバイオ分野、食品・

健康分野、環境・農業分野等での用途開発に取り組ん

でいる。有機ナノチューブは内部に均質な中空ナノ空

間、両端に開口部を有するため、種々のゲスト化合物

を包み込んで保護し、必要に応じてこれを放出するナ

ノカプセルとしての利用が期待されている。そこでこ

れら材料開発の基盤となる形態・サイズ制御技術、内

包するナノ空間の科学の確立、用途に応じた合目的な

表面修飾や複合化技術、ゲスト放出制御技術、大量製

造技術等の開発を行っている。本年度は、ホウ酸基を

有する芳香族化合物からなる新規有機ナノチューブを

開発した。そして湿度に応答してチューブ形状をらせ

ん形状やシート形状に変化させ、内包したゲストを放

出する外部刺激への応答機能をもつナノカプセルの開

発に成功した。本成果は、化粧品やトイレタリー分野、

医療分野への応用に向けて有用なものである。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ソフトマテリアルを基にした省エネ型

機能性部材の開発 

［研究代表者］山口 智彦（研究部門長） 

［研究担当者］山口 智彦、池上 敬一、水谷 亘、 

大園 拓哉、吉田 勝、秋山 陽久、 

木原 秀元、長沢 順一、松澤 洋子、

山本 貴広、谷田部 哲夫、土原 健治、

杉山 順一、有村 隆志、岩坪 隆、 

岸 良一、川西 祐司、西村 聡、 

原 雄介、奥本 肇、宮前 孝行、 

下位 幸弘、米谷 慎、福田 順一、 

森田 裕史、武仲 能子、長畑 律子、

増田 光俊、青柳 将、亀田 直弘、 

小木曽 真樹、丁 武孝、南川 博之、

堀内 伸（常勤職員34名 他） 

［研 究 内 容］ 

光に応答してバルクの相構造（固体と液体）を制御可

能な新材料に関しては、化学構造を変化させることによ

り、従来のものと比べ一桁近く引張強度を向上させるこ

とができた。光応答性 CNT 分散剤に関しては、現像不

要かつ水エッチングが可能な CNT のパターニングに成

功した。光応答性材料のアモルファス相発現メカニズム

を解明するために計算シミュレーションを行ったところ、

光二量体の拡散速度が深く関わっていることが示唆され

た。また、液晶基盤ゲルではシリカ微粒子を用いること

により、従来よりも約二桁大きい弾性率を達成した。 

ソフトアクチュエータ部材として、温和な条件下での

自励振動ゲルの駆動に成功し、また、高分子ゲル素材の

高導電性化と物性・構造評価を行った。バイオミネラリ

ゼーション法により、新たに炭カル型およびシリカ型の

強度可調軟骨部材を得た。ソフト微細構造界面上の液晶

を用いたキラルガス検出法を開発した。異方性媒体のコ

ロイド・界面電気現象等の解明に基づき電気光学効果の

発現を見出した。異方性ナノ粒子の長軸長決定機構を解

明した。フルカラーデバイス化の検討に向け、青・赤色

発光性の新たな重水素標識発光材料の合成に成功した。 

新規導入した STEM-EDX による有機薄膜太陽電池の

薄膜断面構造の解析、電子ナノプローブによる高速元素

マッピングにより、従来困難であった有機層内部の相分

離構造の可視化と組成分布定量化に成功した。また2色可



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(315) 

変 SFG を用い、有機薄膜太陽電池の加熱による膜構造

の分子レベルの変化を明らかにした。薄膜内でドナー性

導電性高分子とアクセプター性フラーレン誘導体がナノ

レベルで接合することにより高い変換効率が生み出され

るが、本技術によりその構造評価や実用化デバイス開発

の加速に繋がる成果が得られた。 

ソフトアクチュエータ材料を目指した自励振動ゲルに

ついて、その構造変化としての膨潤・収縮過程のダイナ

ミクスと、その過程における応力変化について散逸粒子

動力学シミュレーションにより解析した。特に応力につ

いては、溶媒・高分子間の相互作用をゆっくり変化させ

ることで、大きな応力が生み出されることが明らかとな

り、膨潤・収縮過程ができる限り平衡な過程として進む

ような材料設計が重要であるとの提案を行った。 

有機ナノチューブを複合化したソフトマテリアルの開

発に資する技術として、水および含水有機溶媒などの幅

広い溶媒中で、同チューブが一次元に配向したネマティ

ック液晶を形成出来ることを見いだした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］光応答性材料、カーボンナノチューブ、

液晶、ゲル、アクチュエータ、自励振動、

導電ゲル、バイオミネラリゼーション、

コロイド、電気光学効果、表示デバイス、

重水素、有機電界発光、有機薄膜太陽電

池、STEM-EDX、SFG、動力学シミュレ

ーション、有機ナノチューブ 

 

［テーマ題目２］高付加価値ナノ粒子製造とその応用技

術の開発 

［研究代表者］川本 徹（グリーンテクノロジー研究グ

ループ） 

［研究担当者］菅原 孝一、村上 純一、佐々木 毅、

川本 徹、田中 寿、久保 利隆、 

小平 哲也、阪東 恭子、宮脇 淳、 

陶 究、伯田 幸也、依田 智、 

竹林 良浩、古屋 武、川口 建二、 

古賀 健司、清水 禎樹、 

Pyatenko Alexander、髙橋 顕、 

石川 善恵、中村 真紀、南 公隆 

（常勤職員22名 他） 

［研 究 内 容］ 

プルシアンブルー型錯体ナノ粒子内FeをCuに置換し、

Cs 吸着容量を14倍向上させた。使用後の吸着剤管理法と

して、加熱酸化による発熱リスク低減を実現した。焼却

灰除染は、ミゼットプラントレベルでの実証試験を実施

し、実用化への道筋をつけた。また、環境水除染用途と

して、ため池からの放射性物質拡散防止の実証、及び浄

水場での放射性セシウムの評価、除去技術も確立した。

さらに同一材料を用い、1000回を越えるサイクル耐性を

持つ茶／黄色変化素子も開発できた。 

インク化したプルシアンブルー型錯体ナノ粒子を用い

て、選択的 Cs 分離回収を電気的にかつ繰り返しおこな

うことのできるシステムの構築を目指した。その特長は

従来の電析による膜形成に比べて、容易に多孔質かつよ

り厚膜を電極上に作ることができ、金属イオンの電気的

吸着／脱離をおこなう目的に適している点にある。我々

はこの吸着電極を用いて、吸着液からセシウムを回収し、

脱離液側にセシウムを移動させることに成功した。多く

の共存イオンが存在する強酸性液から Cs を選択的かつ

繰り返し吸着脱離できることを示すことができた。また

繰り返し耐久性についても基材の材料・構造を検討する

ことで1000回以上の耐久性を確認することができた。 

マイクロミキサーと高圧溶媒を用い、有機 EL 化合物

の円板状ナノ粒子を連続的に合成する技術を開発し、デ

バイス化に必要な平滑な薄膜の作製に目途をつけた。ま

た、難燃性と通常の発泡体よりも高い断熱性を持つ、複

数の発泡ポリマーシリカナノコンポジットの作製に成功

した。 

粒径選択的な合成技術によって合成効率を向上し、複

数の微粒子原料混合溶液から複合酸化物サブマイクロメ

ートル粒子を合成する液中レーザー溶融法を開発した。

また、気相中熱酸化法によって、可視光光触媒等の応用

に重要な NiO ナノ粒子の構造制御技術を開発した。この

ような技術的アプローチにより調製した新規ナノ構造体

は、触媒特性や光学特性などの無機材料機能発現のみな

らず、中性子捕捉療法などの医療応用への展開も含めた

実用化可能性を有している。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、プルシアンブルー、セシウム、

吸着、除染、色変化素子、マイクロミキ

サー、有機 EL、ナノコンポジット、レ

ーザー溶融、光触媒、高温高圧水 

 

［テーマ題目３］ナノ構造を利用した革新的デバイス材

料の開発 

［研究代表者］池上 敬一（副研究部門長） 

［研究担当者］時崎 高志、石田 敬雄、重藤 知夫、

永宗 靖、清水 哲夫、王 学論、 

内藤 泰久、向田 雅一、永瀬 成範、

桐原 和大、衛 慶碩、板谷 太郎 

（常勤職員12名 他） 

［研 究 内 容］ 

光や電子の閉じ込め構造の最適設計と精密作製技術を

基に、光エレクトロニクスに関連した高効率発光素子（革

新的光デバイス）と不可視光景の可視化技術（インビジ

ブルビジョン）を中心として、新規ナノ量子構造とこれ

らに必要なナノ評価技術を開発している。AlGaInP 系
赤色 LED について、ウェハー熱融着接合プロセスを確

立し、数ミクロンと厚い電流拡散層を有する構造におい

ても高いエバネッセント光結合効果を得た。これより通
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常の平坦表面デバイスより3.8倍高い光取出し効率（絶対

値で推定70%）を得た。また、GaN 系 LED でもリッジ

構造 LED を試作し、微小円錐台型 LED において2.2倍

高い光取出し効率を達成した。インビジブルビジョンで

は、赤外線カラー暗視カメラの高感度化と赤外線照射機

の高性能化を進め、距離25～30m 先の被写体のカラー暗

視撮影に成功した。新規ナノ量子構造では、窒化物半導

体の超平坦ヘテロ界面形成に基づく高品質共鳴トンネル

素子を作製し、サブバンド間遷移を用いた超高速双安定

動作に成功した。ナノ評価技術では、走査型電子顕微鏡

に新機能を持つ独自ナノマニピュレータを付加してナノ

材料（層状半導体など）の物性計測を行い、その有効性

を示した。一方、近接場光評価技術では、デュアルプロ

ーブ計測の結果と計算予想との一致を示すとともに、近

接場透過スペクトル測定用白色光源を開発した。 

ナノスケール構造体特有のアクティブな量子効果など

の物性を利用した新規デバイスの創出やその要素・評価

技術の研究を実施した。具体的には錯体分子、導電性高

分子、ナノワイヤー、金属ナノギャップなどのアクティ

ブな性質を利用したメモリ、熱電素子などのデバイスの

開発とデバイス評価技術の確立を目指した。導電性高分

子を用いた熱電素子において0.3を超える熱電性能指数

が水分の影響で達成されることを見出した。金属錯体分

子膜に関しては錯形成法を変えることでルテニウム錯体

分子膜の電子移動能向上に成功した。ナノギャップ電極

によるメモリ動作に関しては、高集積化に向けて原子層

堆積装置による3nm 間隔の縦型ギャップ構造作製法を

確立（歩留まり95%以上）した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］LED、可視化、エバネッセント光、光 

取出し、インビジブルビジョン、暗視、

共鳴トンネル素子、走査型電子顕微鏡、

近接場光、メモリ、熱電素子、導電性高

分子、ルテニウム錯体、ナノギャップ 

 

［テーマ題目４］ナノチューブ系材料の創製とその実用

化及び産業化技術の開発 

［研究代表者］片浦 弘道（首席研究員） 

［研究担当者］片浦 弘道、田中 丈士、藤井 俊治郎、 

平野 篤（常勤職員4名 他） 

［研 究 内 容］ 

単層カーボンナノチューブ（SWCNT）を代表とする

ナノ炭素材料特有の新たな機能を見出し、革新的デバイ

スへ応用するために、分散・分離・成膜技術開発、さら

にその基礎となる物性研究を行っている。今年度は、ゲ

ルを用いた SWCNT の分離の大型化や分離原理に関す

る知見を得るための研究を中心に行った。SWCNT の金

属型と半導体型の大量分離技術開発において、分離時の

pHや溶質濃度により分離CNTの純度と収率の制御が可

能となり、スループットを向上した。分離純度95%、収

率80%の中期計画目標を達成した。その分離原理に関し、

CNT 表面の界面活性剤の密度変化がゲルへの吸着力に

影響する事を見出した。分子内包ドーピングにより得た

p 型・n 型薄膜 SWCNT トランジスタを組合せ、CMOS
型論理回路の動作を実証した。 

SWCNT は、単原子厚のグラフェンシートを丸めて筒

状にした構造をとるが、巻き方に任意性があるため、実

際の試料では様々な構造の混合物になっている。そこで、

独自開発のゲルクロマトグラフィー法を用いて、

SWCNT の大量構造分離装置を作製し、SWCNT の原子

配列のわずかな違いも選り分ける、精密構造分離の大規

模化を目指した。炭素原子の配列が同一の SWCNT を大

量に分離精製することにより、これまで不可能だった

SWCNT 単結晶を作製し、未知であった3種の C-C 結合

長をはじめとする、SWCNT の精密構造パラメータおよ

び物性を明らかにする事を目的としている。本年度は、

単一の構造を持った SWCNT を大量に分離するための

高速クロマトグラフィー装置の設計・導入を行った。本

装置を用いて、新たな溶出法の検討を行ったところ、少

量の試料から極めて効率良く、数種類の単一の構造に近

い SWCNT 分散液を得る事に成功した。一方、SWCNT
の単結晶を作製するには、分離で用いた分散剤を除去す

る必要がある。これまで、分散剤の残留については定量

的な計測が成されていなかったが、試料に含まれる有機

物の分解を検出する事により定量的に計測することに成

功した。この計測法を利用し、分散剤の残留を大幅に減

らす手法の開発に成功した。また、高濃度で SWCNT を

溶かす有機溶媒の検討を行い、有望な有機溶媒を見いだ

した。以上により、分離装置の整備と構造を分離精製さ

れた SWCNT の単結晶育成に必要な基盤技術の整備が

ほぼ整った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、界面活性剤、ゲ

ル、分離、薄膜トランジスタ、論理回路、

構造分離、クロマトグラフィー 

 

［テーマ題目５］材料・デバイス設計のための高予測性

シミュレーション技術の開発 

［研究代表者］浅井 美博（副研究部門長） 

［研究担当者］浅井 美博、長嶋 雲兵、大谷 実、 

石橋 章司、宮本 良之、米谷 慎、 

西尾 憲吾、橋本 保、伏木 誠、 

宮崎 剛英、織田 望、三宅 隆、 

小川 浩、折田 秀夫、崔 隆基、 

手塚 明則、森下 徹也、石田 豊和、

内丸 忠文、都築 誠二、三浦 俊明、

土田 英二、Fedorov Dmitri、 

中村 恒夫、福田 順一、森田 裕史、

下位 幸弘、関 和彦、針谷 喜久雄、

中西 毅（常勤職員30名 他） 
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［研 究 内 容］ 

第一原理計算により希土類磁石 NdFe11TiN の磁気物

性値における窒化の影響を明らかにした他、Nd2Fe14B に

おいて、スピン・軌道磁気モーメントの評価、粒界のモ

デリングなどに着手した。各種水素結合型強誘電体の自

発分極を第一原理計算で予測し、実際に合成した物質の

性能改善の指針とした。制限 RPA による第一原理有効

模型の導出において、自己エネルギーを差し引いたバン

ド構造から出発する改良法を開発し、鉄系超伝導体 FeSe
における反強磁性の不安定性と関連物質 FeTe の反強磁

性の安定性を説明した。 

白金－水界面、シリコン－有機溶媒界面および酸化リ

チウム－イオン液体界面における水や溶媒の分解反応や

リチウムイオンの脱溶媒和を伴うイオン伝導の解析を行

い、実験から得ることが難しい微視的な電気化学反応機

構を解明した。また、有効遮蔽媒質法において従来必要

だった非物理的な真空領域の排除を可能とする方法

（smooth-ESM 法）を開発し、より実験環境に近い電気

化学系のモデリングを可能にした。 

中性分子間の弱いハロゲン結合と異なり、アニオンと

のハロゲン結合では極めて強い引力の働くことを明らか

にした。新たなプロリノール系有機分子触媒の設計指針

確立に向け、触媒反応の不斉識別機構を解明した。抵抗

変化型メモリ用材料のアモルファス金属酸化物には金属

の種類や金属と酸素の比率によらず共通の原子配列があ

ることを予測した。ナノ接合の熱電変換性能を予測する

第一原理シミュレータを開発し有機金属錯体分子に適用

した。酵素 ODCase の反応機構を詳細に解析し、基質歪

みが酵素活性に与える影響を定量的に見積もった。 

次世代スパコン向けに二段階超並列法（GDDI）を

QM/MM コードに実装し、高効率自由エネルギー平均力

場計算による溶液中 H2O2ダイナミクス計算の高精度化

を実証した。また、東北大・NEC との共同研究による

時間依存コード加速を達成し、分子の光化学反応メカニ

ズムの検証に応用した。エネルギー技術研究部門と連携

し、ダイヤモンド電界放出デバイスの性能を決める因子

の一つが、ダイヤモンド表面への化学修飾によって引き

起こされる電子のポテンシャル変調であることを見出し、

ダイヤモンドデバイス向け材料設計指針を得た。 

無機太陽電池に対する理論を拡張することにより、従

来指針が無かった有機薄膜太陽電池の光電変換効率の理

論的な限界を求めることに成功した。また、有機半導体

分子の構造について理論計算予測の検討を行い、ルブレ

ンの3つの結晶多形を再現した。周期的構造を持つ有限の

厚さの誘電体の光学応答計算の定式化を行うことで、薄

いブルー相液晶セルが示す秩序構造の光学的性質の解析

を行い、秩序構造の対称性と透過／反射光のプロファイ

ルとの関係等を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］第一原理計算、希土類磁石、強誘電体、

超伝導体、界面、リチウム、イオン伝導、

電気化学反応、ハロゲン結合、有機分子

触媒、抵抗変化型メモリ、熱電変換、酵

素、二段階超並列法、時間依存コード加

速、ダイヤモンド、電界放出、有機太陽

電池、ルブレン、ブルー相液晶、 

 

［テーマ題目６］幹細胞等を利用した再生医療に資する

基盤技術・標準化技術の開発 

［研究代表者］井上 貴仁（ソフトデバイスグループ） 

［研究担当者］井上 貴仁、植村 壽公、大矢根 綾子、

横山 憲二、平塚 淳典、鵜沢 浩隆、

中村 真紀（常勤職員7名 他1名） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療などをターゲットとし、オンチップ細胞操

作・分離技術、幹細胞への量子ドットの高効率導入技術、

リン酸カルシウムナノコンポジット層を利用した遺伝子

やサイトカインの担持・徐放化技術など、幹細胞等を利

用した再生医療に資する基盤技術・標準化技術の開発を

目的としている。要素技術としては、マイクロ流路のチ

ップ上で電場による細胞操作やチップ作製などの基本技

術、リン酸カルシウム過飽和溶液場を利用したナノコン

ポジットの製造・精密構造制御技術、三次元細胞培養技

術、バイオマーカー解析ツールの開発である。これら要

素技術を基にした特許出願などを行っているが、実用化

にいたるためには、安全性評価技術や臨床研究が必要で

あり、民間企業、大学医学部等と共同で研究を進めてい

る。 

 チップスケールでの細胞の操作・選別に関しては、幹

細胞や骨・軟骨細胞を対象として流路および電極の設計

変更など操作・分離技術の改良とシリンジポンプによる

回収方法を確立した。リン酸カルシウムナノコンポジッ

ト層に関しては、遺伝子導入用足場材としての応用を検

討し、ナノコンポジット層を強固に基材上に固定するた

めの条件を明らかにした。また、ヒト間葉系幹細胞とガ

ン細胞の相互作用に関して基礎・臨床両面から最近関心

が高まっているが、その研究を進めるため、ヒト間葉系

幹細胞とヒト乳がん細胞 NDA-MB-231の共培養系、お

よび生体内に近い3次元スフェロイド中でも観察できる

ように、量子ドットによるマルチカラーイメージングの

改良と高度化を行った。さらに、細胞を分別する際のマ

ーカーとなる細胞特異的なタンパク質を高感度に分離、

検出する方法の開発を行った。また培地中グルコース濃

度について、簡便迅速に測定できるバイオセンサーチッ

プ開発を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］再生医療、幹細胞、ナノコンポジット、

マイクロ流路、量子ドット、界面動電現

象、バイオセンシング、バイオマーカー、



研 究 

(318) 

遺伝子導入 

 

［テーマ題目７］先端科学技術のイノベーションを支え

る安全性評価手法の開発 

［研究代表者］佐々木 毅（ナノシステム研究部門付） 

［研究担当者］佐々木 毅、片浦 弘道、阿部 修治、 

藤田 克英、川口 建二、古賀 健司、 

清水 禎樹、長沢 順一、田中 丈士、 

藤井 俊治郎、平野 篤 

（常勤職員11名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 先端技術産業の基盤となるナノ材料の環境影響を早期

に評価し管理指針を示すことで、ナノ材料の社会受容と

安全な応用開発を促進することを目指し、ナノ材料リス

ク情報の収集と分析を行うとともに、予備的リスク評価

に必要な試料調製、特性評価、有害性評価の手法を開拓

することを目的としている。リスク管理の方法論の構築

に向けた文献調査を継続して行い、特に今年度は、海外

の最新レビューを中心に付加的な文献調査を行い、リス

ク管理のためのカテゴリー分けの指針を得た。 

 単層カーボンナノチューブ（SWCNT）の実用化を目

前に控え、その毒性について正確な情報を得ることが急

務となっている。特に、長さが10ミクロンを越えるよう

な長尺の SWCNT は、形状がアスベストと類似している

事から、その形状由来の毒性が懸念されている。本年度

は、これまでに動物実験に提供した長尺および短尺のカ

ーボンナノチューブ試料について直径分布、長さ分布、

濃度等について詳細なキャラクタリゼーションを進めた。

今後、長期の動物試験により SWCNT の毒性と長さの関

係が明確化される事が期待されている。 

 工業用ナノ材料の有害性を調べる気管内注入試験に使

用する分散液の調製法に関する研究を推進しており、今

年度については、これまでに動物実験に提供した二酸化

チタン粒子分散液中のナノ粒子について、その比表面積

の測定や電子顕微鏡による1次粒子のサイズ分布計測な

ど、カテゴリー分けに必要な物理化学特性の評価を行っ

た。酸化ニッケル、シリカ粒子についても、これまで二

酸化チタンナノ粒子で用いた分散手法をもとに、それぞ

れのナノ粒子に応じた分散手順の最適化を進めて安定な

分散溶液を作製するとともに、分散液およびその中に含

まれているナノ粒子のキャラクタリゼーションを進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］リスク評価、アスベスト、カーボンナノ

チューブ、分散、ナノ粒子 
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５）計測・計量標準分野 
（Metrology and Measurement Science） 

--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General 

Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：三木 幸信 

副研究統括：八瀬 清志 

 

概 要： 

研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分野

の人事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本

部及び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括

している。研究分野間の融合を推進し、業務を実施し

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
計測・計量標準分野研究企画室 

（Research Planning Office of Metrology and 
Measurement Science） 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：5名（4名） 

 

概 要： 

 当室は、産総研組織規程第6条の規定に基づき、計

測・計量標準分野における研究の推進に関する業務を

行っている。具体的には、第3期中期目標の達成に向

けて、産総研のミッションの遂行のための戦略を策定

し、他独法、産業界、大学等への働きかけと連携の強

化、ならびに分野内外の融合研究などの種々の取り組

みを促進するため、平成25年度は主に下記6つの計画

の下、業務を行った。 

1) 研究戦略、予算編成等に係る方針の企画及び立案

並びに総合調整 

2) 分野プロジェクトの企画、立案及び総合調整 

3) 分野間連携推進、プロジェクトの企画及び立案並

びに総合調整 

4) 関係団体等との調整 

5) 研究統括及び副研究統括が行う業務の支援 

6) 研究分野における研究の推進に関する諸業務の遂

行 

1)については、研究分野における研究の推進に係る

研究方針、研究戦略、予算編成及び資産運営に係る基

本方針の企画及び立案並びに総合調整に関する業務を

行った。 

2)については、研究分野におけるプロジェクトの企

画、立案及び総合調整に関する業務を行った。さらに、

シーズ発掘、各種連携や融合などへの発展を促進した。

また、分野の成果の発信の支援として、重点課題報告

会や各種講演会及び展示会などの企画と運営を行った。  

3)については、研究分野間の連携の推進、プロジェ

クトの企画及び立案並びに総合調整に関する業務を行

った。  

4)については、研究分野における経済産業省その他

関係団体等との調整に関する業務を行った。他独法、

産業界、大学等への働きかけにより組織的な対話の機

会を設け、連携の強化やプロジェクトの共同提案など

の発展を支援した。また、「計量・計測システム分野

技術戦略マップ2013」の作成のため、関係する工業会

等との意見交換を多数行った。 

5)については、研究統括及び副研究統括が行う業務

の支援に関する業務を行った。 

6)については、研究分野における研究の推進に関す

る諸業務を行った。委員会等の事務局、各種発注等の

取りまとめなど、分野運営・研究推進に係る諸業務を

遂行した。研究ユニットと情報交換を行い、研究ユニ

ットの円滑な運営を支援した。また、ユニット幹部と

ともに、企業幹部を訪問し、共同研究の推進に努めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［計測・計量標準分野研究企画室］  

  研究企画室長   小畠 時彦 他 

 

②【生産計測技術研究センター】 
（Measurement Solution Research Center） 

（存続期間：2007.8.1～2015.3.31） 
 
研究センター長：坂本 満 
副研究センター長：野中 秀彦 
 
所在地：九州センター 
人 員：27名（27名） 
経 費：375,527千円(298,534千円) 
 
概 要： 

 計測技術は、製品開発、生産、市場化、使用、リユ

ース／リサイクル及び廃棄の各局面で利用され、それ

ぞれの評価の基盤となっている。中でも生産局面にお

ける計測は、わが国ものづくり産業の競争力の維持・

強化に重要な役割を果たしており、その高機能化・高

効率化・迅速化などが常に求められている。当研究セ

ンターは、産業や社会の広い意味での「生産現場」で

発生する多様な計測課題に対して、産総研内外の様々

な技術を高度化・統合し、その成果を計測ソリューシ

ョンとしてオンタイムで提供することにより、我が国



研 究 

(320) 

の基幹産業を支える高度な製造産業の競争力の維持・

強化と、産業や社会の安全・安心の実現に貢献するこ

とを目指している。 
 これを実現するために、当研究センターでは、生産

現場の計測課題を熟知した企業の専門家（マイスター

と呼び、マイスターを活用するシステムをマイスター

制度と呼ぶ）と連携した課題解決の取り組み（タスク

フォース）を推進するとともに、業界や社会に共通的

な課題に対してはコンソーシアム型の取り組みを行う。

また、これらの課題解決事例を蓄積し、適時情報発信

していく。 
 本研究センターで実施する研究開発は、第2種の基

礎研究を中核として第1種の基礎研究を含みつつ製品

化研究へ展開される本格研究であり、具体的な課題解

決に向けて以下の3項目を主題として取り組む。 
① 生産現場計測技術の開発 

 高品質のものづくりと生産の高効率化に直結する

製品検査技術およびプロセス管理技術では、非接触、

非破壊、高スループット、可視化などの共通的な諸

要件に加え、各製造現場に対応した計測技術の開発

が求められている。そこで、これらの現場ニーズに

柔軟に対応できる光学的手法を主体に用いて、半導

体微小欠陥検査技術など、新規なインライン計測技

術の開発に取り組み、検査装置化を進める。 

 また、とくに半導体デバイスメーカの生産ライン

では生産効率や品質を低下させる共通課題として、

プラズマエッチング装置で発生するパーティクルや

異常放電の発生がある。これらを解決するために、

生産ラインの課題を再現できるプラズマエッチング

装置をオープンイノベーションスペースに設置し、

実環境下での計測技術の開発と同時にデバイスメー

カ、装置メーカ、素材・周辺機器メーカ等と共同で

プラズマ耐性材料や電源技術等の開発に取り組む。

このような活動を通して生産ラインの課題を解決す

る有効なソリューションの実用化研究を進める。 
② 測定が困難な条件に適用可能な力学計測技術の開

発 

 内燃機関等の燃焼圧計測や上述のプラズマ異常放

電の検知など、過酷環境下での圧力振動計測技術を

開発するために、耐熱性圧電体薄膜を用いた新しい

広帯域圧力・振動センサに関する研究を行う。この

ために、実際にセンサを試作し、実証（模擬）試験

等により問題を明らかにし、その解決に取り組む。

さらに、センサの性能を向上させるために、高性能

な圧電特性を示す複合窒化物・酸化物の材料探索や、

薄膜のナノレベルでの構造制御技術などにも取り組

む。 

 また、応力発光技術を基盤とした先進計測システ

ムを開発するため、アドバンスト・センシングを中

心に、現象の基礎研究からその応用のまで一連の研

究を行う。「応力発光技術」とは、圧縮、引張り等

の機械的外力により発光する応力発光体を中心とす

る一連の技術であり、現象の機構解明、材料開発か

ら製造技術、デバイス化技術、システム化技術、そ

して各種現場計測を始め、環境・エネルギーなどへ

の利用技術へと大きな拡がりを有している。応力発

光体の大きな特長は、微粒子一つ一つがセンサとし

て機能することにより、マイクロからマクロまで、

空間的なダイナミックレンジにほぼ制約を受けない

点にあり、この特性を活かした各種応力計測システ

ムや異常検出システムの研究開発に力を入れる。 
③ 微量・迅速・精密化学計測技術の開発 

 マイクロ空間化学技術等を用いた微量・迅速・精

密化学計測技術を開発し、バイオ・化学・素材関連

産業分野におけるソリューションの提供を目指す。

具体的には、以下の研究を実施する。 
1) ナノ粒子高速開発システムの構築：ソリューシ

ョン提供のためのナノ粒子高速開発システムの構

築を目的とし、用途に応じた分析・計測・解析技

術等の検討・開発を行う。 
2) 食品加工業の生産現場でのオンサイト計測技術

開発：マイクロ流体チップなどを用いて食品成

分・遺伝子・各種薬品、あるいは細胞診断を行う

デバイスの開発を行う。また、計測に加え、被測

定物を測定可能な状態にするための前処理デバイ

ス、ならびに両者を組み合わせたオンサイト計測

デバイスを開発し、プロセス制御への応用を図る。 
 当センターの平成25年度の研究開発計画は、以下の

通りである。 
①-1) シリコンウエハ検査装置については、企業と共

同でクリーンルーム等の生産現場で実用機としての

最終調整をおこない、量産化ラインへの組み込みを

達成する。さらに、検査装置の製品化や関連分野へ

の技術普及に着手する。また、外観検査技術につい

ては、新たな展開として自動車エンジン部材の欠陥

検査等、関連の外観検査技術の開発に着手する。 

①-2) 装置部品メーカとの共同研究により、量産用エ

ッチング装置のウエハ静電吸着ステージに内蔵した

複数の音響センサの感度を補正する実装技術、音響

センサからの信号を大気側に引き出す光ファイバー

を使用する光給電方式による配線技術の研究開発を

行い、試作品を作成する。また、材料メーカとの共

同研究により、高いプラズマ耐性と導電性を有する

セラミックスやコーティング材の耐性評価を行い、

最適化と実用化試験を行う。 
②-1) 半導体デバイスの製造現場で実際に使用されて

いるボンディング装置にセンサを設置し、ボンディ

ング不良品発生の検知可能性を調べる。また、鋼板

製造工程などの製造現場の直近で、設備の可動部の

摩擦摩耗状態を振動センサによりモニタリング可能
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か検証する。また、多元同時スパッタリング法や化

学溶液法、第一原理計算などを用いて、高い耐環境

性を示す、新しい複合化合物圧電体薄膜の探索を行

う。 

②-2) 赤外イメージング可能な近赤外応力発光センサ

の開発と高効率化を試み、オンサイト生体計測の可

能性を検討する。さらに可視応力発光体の用途の拡

大を目指した、レアアースフリーの応力発光体の探

索と発光機構解明に着手する。異常検出システムと

応力記録システムの高度化をさらに進め、理論、数

値計算、他の実験手法の結果との比較検証を行い、

微小ひずみの検出感度向上、高圧容器の健全性診断

への展開を図る。 
③ ナノ材料に関してはベンチャーを介し複数のソリ

ューション提供を試み、一件以上を完結させる。卵

細胞分別チップならびにマイクロ流路を用いた精子

のオンサイト分離技術に関しては、設計した流路構

造を持つデバイスによる分別技術の最適化を進める

と共に、各々県畜産試験場と連携して現場へのソリ

ューション提供を進める。食品加工業のオンサイト

計測技術開発に関しては、CdSe/ZnS/TiO2/PEG に

食中毒要因菌が産生する毒素蛋白質に対する抗体が

結合可能かどうかを検討する。さらに蛍光性ナノ粒

子用の免疫クロマトグラフィーの最適化用部材の選

定を行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  
独立行政法人科学技術振興機構 
 復興促進プログラム 「石英薄板へのタンパク質の固

定化とバイオセンサーチップへの応用」 
研究成果展開事業 「解凍精液から元気な精子だけを

オンサイトで簡便に得るための技術開発」 
 研究成果展開事業 「ソリューションプラズマ法の低

電力化と直接燃料型燃料電池用合金ナノ粒子触媒の調製」 
 研究成果展開事業 「光電界センサを用いた静電気計

測技術の開発」 
研究成果展開事業「強磁性体ステージを有する超高密

度ヘリコンプラズマエッチング源の開発」 
研究成果展開事業「安全・安心な社会構築のための微

小エネルギー応答型応力発光体の開発」 
研究成果展開事業「安全管理を目指した高圧環境下に

おける応力分布測定法の実現」 
「ソリューションプラズマ法で合成した金ナノ粒子を用

いる金ナノ薄膜形成技術の開発とその応用 
「石英薄板へのタンパク質の固定化とバイオセンサーチ

ップへの応用」 
 
財団法人福岡県産業・科学技術振興財団 
「電子回路基板の多品種変量生産を実現する常圧過熱水

蒸気を用いた高熱効率・均一リフロー装置の開発」 

平成25年度戦略的基盤技術高度化支援事業「同時複数組

成蒸着膜製造技術による安全・小型・低コスト水素検知

センサおよびシステムの製品化」 
 
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（助成金）  
 「製造プロセスの高度化に向けた多様環境対応型 静

電気計測技術の開発」 
 

文部科学省（科学研究費補助金） 
 「高圧環境下における応力分布測定センサの開発」 
 「格子・電荷・光結合系の設計と制御によるフォトニ

クス機能の進化」 
 「マイクロ流路を利用した分子の２2次元配列技術」 
 「独立成分分析を利用した超音波画像テクスチャ情報

からの肥育牛の脂肪交雑推定」 
 「コアシェルナノ粒子の結晶配向合体による量子ドッ

ト超格子構造体の作製」 
「高空間分解能静電気分布モニタリング計測システム

の開発」 
「有機応力発光センサの創出」 

 「超音波画像テクスチャを用いた筋疲労の評価」 
  
環境省（環境総合総合推進費補助金） 
 「ホスト分子による希少金属オンサイト分離のための

マイクロリアクターシステムの構築」 
 

発 表：誌上発表68件、口頭発表132件、その他38件 

--------------------------------------------------------------------------- 
光計測ソリューションチーム 

（Optical Measurement Solution Team） 

研究チーム長：野中 一洋 
（九州センター） 

概 要： 
 本研究チームでは、マイスター型連携研究を中心に、

半導体・エレクトロニスをはじめ、自動車、太陽電池、

化学・素材等の様々な生産現場から抽出した製品検査、

プロセス管理に関わる計測課題に取り組んでいる。光

学的・電磁気的手法を用いて、非破壊・高スループッ

ト・可視化など、インライン化の共通要件に柔軟に対

応できる新規計測技術を開発し、検査装置化を進める。

さらに、開発装置や評価方法は標準化していき、産業

界へ普及させる。 

 地域連携活動として、産総研各地域センターや大学、

公設研等と連携して、生産計測技術に関する情報発信

と企業ニーズの収集・分析、具体的な共同開発 PJ 化

などに取り組み、全国的なネットワーク形成を進める。

この内、九州地域によりフォーカスした取り組みとし

て、計測・診断システム研究協議会および地域産技連

での各種研究会活動などを推進する。 
研究テーマ：テーマ題目１ 
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プラズマ計測チーム 

（Plasma Diagnostics Team） 

研究チーム長：上杉 文彦 
（九州センター） 

概 要： 
 LSI、FPD などの生産ラインではプラズマプロセ

スが多用されている。しかしながら、特にプラズマエ

ッチング装置で発生するパーティクルや異常放電が量

産安定性を阻害し、製造品質を低下させている。そこ

で、量産対応のプラズマエッチング装置を用いて生産

ラインと同じエッチング条件を実現させた環境下でこ

れらの課題を再現させ、現象の基礎的な理解を進めて

いる。さらに、得られた知見に基づくソリューション

の提供を行うために、高プラズマ耐性材料、センサ内

蔵ウエハステージ、プラズマ計測機器の共同開発を進

めている。また、センサネットワーク社会の到来に対

応するため、ミニマル3DIC ファブ開発の一翼を担い、

3DIC 製造に不可欠な Si 貫通孔形成用のプラズマエ

ッチング装置の開発を進めている。 
 また、九州地域の畜産業を支援することを目的とし

て、肥育牛の肉質評価技術について研究している。現

在、超音波エコー画像を利用する方法と、生体電気イ

ンピーダンスを利用する方法を検討している。前者に

関しては、近い将来の製品化に向けてライセンシング

契約の交渉を始めている。後者については、基礎的な

評価アルゴリズムを検討し、妥当性を確認している。 
研究テーマ：テーマ題目２ 

 

応力発光技術チーム 

（Advanced Integrated Sensing Team） 
研究チーム長：徐 超男 

（九州センター） 
概 要： 

 圧光計測・診断の基盤技術として、応力発光体の高

効率化、プロセッシング、塗料化、薄膜化、ハイブリ

ッド化、デバイス化などの基盤的研究の推進と共に、

応力発光体の規格化や、標準化、発光特性のデータベ

ース化を行い、応力発光技術の普及、利用拡大を図る。

具体的に以下の技術を行う。 
 高効率化を目指した短波長応力発光体の開発につい

ては、発光波長は青色、さらに紫外領域まで発光する

応力発光体を開発し、発光効率の向上を実現する。ま

た、短波長応力発光体の光エネルギーを化学的に利用

するシステムの構築を検討し、応力履歴の記録システ

ムを創出するとともに、光触媒とのハイブリッド化な

どによる利用拡大を図る。 
 圧光計測のデバイス化を目指して、オールセラミッ

クス応力発光薄膜の合成技術、数十 nm の応力発光微

粒子の製造技術、応力発光体超微粒子の表面処理技術、

有機・無機ハイブリッド化技術、コーティング技術を

検討し、新規な圧光デバイスを開発する。 
 応力発光の計測技術については、2次元画像解析、

リモート光検出技術、応力発光の定量法を開発し、応

力発光計測システム技術の構築を行う。さらに実環境

フィールドへの展開の中で、応力モニタリング安全管

理ネットワークシステム、および製品設計を支援する

ための設計支援モデリングシステムの実現を目指す。 
 応力発光体の規格化や、標準化、発光特性のデータ

ベース化については、応力発光体の発光挙動並びに発

光機構の解明と平行して、種々の応力印加形式に対す

る発光強度の関係をデータベース化すると共に、単一

応力発光粒子への極めて微小な負荷応力と発光強度と

の関係を定量的に把握することができる微小応力計測

法の開発を行う。これらの結果を元にして、応力発光

材料の規格化と応力発光計測の標準化を進め、新規な

自立応答型応力計測技術を確立する。 
研究テーマ：テーマ題目３ 

 

プロセス計測チーム 

（Process Measurement Team） 
研究チーム長：秋山 守人 

（九州センター） 
概 要： 

 複合窒化物圧電体薄膜を検知材料に使用した、高温

用アコースティックエミッション（AE）センサおよ

び燃焼圧センサの試作を行い、それぞれのセンサの基

本性能を明らかにし、実証（模擬）試験などを通して、

実用化に向けた材料選択、構造設計および課題抽出を

行う。また、電子顕微鏡や走査型プローブ顕微鏡など

を用いた断面や分極分布状態観察などを行い、複合窒

化物薄膜の高圧電化メカニズムの解明を行う。更に、

二元同時スパッタリング法や化学溶液法によって、高

い圧電性を示す複合窒化物・酸化物などの材料探索、

ナノレベルでの構造制御技術の研究なども同時に行っ

ていく。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

計測基盤技術チーム 

（Basic Measurement Solution Technology Team） 
研究チーム長：菖蒲 一久 

（九州センター） 
概 要： 

 本研究チームでは、主に化学・材料系産業における

生産プロセスや材料の設計、研究開発の効率化に貢献

することを目的として、化学熱力学平衡計算ソフト開

発やデータベース構築を行い、それによって化学熱力

学に関する国内の知的基盤を整備することを目指して

いる。更に本研究では、複数の産業支援型共同研究開

発に、本解析技術を適用することで、このような知的

基盤の利用技術の開発と体系化を行うことも目的とし
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ている。 

 平成25年度は、産業支援型共同研究として、サポイ

ン制度による課題2件、及び、民間からの資金提供に

よる共同研究課題2件に対して新規の熱力学データベ

ース開発と、それを利用した解析研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 
生化学分析ソリューションチーム 

（Biochemical Analysis Solutions Team） 

研究チーム長：宮崎真佐也 
（九州センター） 

概 要：  
 本チームでは、マイクロ流体の持つ高い流体操作性

を基盤として、化学産業のみならず、環境、医療、製

薬、バイオ関連、食品産業、化成工業等への応用展開

に関する検討を行う。具体的には、流体操作性による

最少試料化（微量）、集積化などによるその場計測や

化学反応自体の加速による効率的な計測（迅速）、短

い実効拡散距離などの効果を利用した分析（精密）・

計測などを行う。 
研究テーマ：テーマ題目６ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］光学的手法を主体とした製品検査･プ

ロセス管理に関する計測技術の開発 

［研究代表者］野中 一洋（研究チーム長） 

［研究担当者］野中 一洋、古賀 淑哲、寺崎 正（兼

務）、菊永 和也、坂田 義太朗、 

坂井 一文、李 雪峰、劉 臨生、 

蒲原 敏浩、手島 寅浩、檜枝 龍美、

山下 博史、江頭 正浩、大久保 玲子

（常勤職員5名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 アジア新興国など、海外との競争激化や生産の海外シ

フトが進んでいる中、我が国製造業の国際競争力を維持

・強化させるには、高品質・高信頼なものづくり共に、

生産性の向上が喫緊の課題となっている。 

本重点研究課題では、生産現場に常駐するマイスター

と緊密に連携し、種々の現場に共通な非接触、非破壊、

可視化、および高スループット等の検査ニーズに対応す

るために、光学的・電磁気的手法を用いた計測技術の研

究開発に取り組む。生産現場への早期の適用を目指して、

新規計測技術の確立とインラインプロトタイプ検査装置

の開発を進める。さらに、人間の感覚に頼った官能検査

については、検査の自動化・客観化と共に、検査法の標

準化に取り組む。 

平成25年度の進捗状況： 

① マイスター型連携研究課題 

 マイスター企業2社から提案された課題について、

装置実用化、検査法の標準化･規格化に取り組んだ。 

 半導体生産計測課題の内、化学的機械的研磨

（CMP）処理後のシリコンウエハ表層欠陥検査装置

については、LSI 量産メーカと連携して量産ラインへ

の導入のために、ウエハ製品の測定再現率の向上に取

り組んだ。産総研原理機で目標の再現率をほぼ達成し、

この成果を量産プロトタイプ機に移植した。本開発技

術の水平展開として、国内大手検査機器メーカとの共

同で製品プロトタイプ機の開発に取り組み、高機能ガ

ラス基板及び次世代半導体等の評価に着手した。 

 プリント基板生産計測課題の内、金めっき光沢ムラ

検査については、金めっき部位の微細化（サブ mm
サイズ）と種々の不良モードに対応できるよう、検査

装置の光学系および画像処理系の改良を行った。本検

査法の標準化については、関連の学会の中に官能検査

自動化研究会を新たに設立し、WG としての活動を

通じて業界規格化への提案を実施し、並行して国際標

準化（IEC）提案の準備を進めた。さらに、電気銅め

っき浴中の1価銅濃度分析については、新たに開発し

たインジェクション法を用いて、一価銅の呈色反応の

反応初期過程のより精密な分析を行い、企業と共同で

高精度3次元めっきプロセスへの応用に取り組んだ。 

 静電気の可視化計測のため、広域（柔らかい材料）

および狭域（堅い材料）にそれぞれ対応する集束超音

波および多点電界計測を用いた静電気分布計測技術を

開発した。また、プラスチック成形品の搬送工程にお

いて試作センサを用いた静電気の検出に成功した。 

② 地域連携課題 

 産総研コンソーシアム計測診断システム研究協議会

インスペクション技術研究会を九州センターオープン

デーに併せて開催し、新たな検査技術などの情報発信

を行った。地域企業との連携としては、サポイン事業

及びものづくり補助金事業にそれぞれ提案・採択され、

具体的な共同開発に取り組んだ。 

［分 野 名］標準・計測分野 

［キーワード］マイスター、計測技術、生産現場、 

CMP、微少欠陥、外観検査、標準化・

規格化、めっき、静電気、可視化 

 

［テーマ題目２］プラズマプロセスに関連する計測技術

の研究開発 

［研究代表者］上杉 文彦（プラズマ計測チーム） 

［研究担当者］上杉 文彦、福田 修、笠嶋 悠司、 

本村 大成、鍋岡 奈津子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 LSI の生産ではコストを抑えつつ品質を高めることが

求められている。中でも車載用 LSI は不良個数ゼロと

いう高品質が求められる。不良発生の大きな要因は、装

置内壁部材の化学的腐食や内壁に付着した反応生成物の

剥離によるパーティクル発生、および内壁の帯電に起因

する異常放電であり、プラズマエッチング工程において
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多く発生する。これらの課題を解決するために、オープ

ンイノベーションスペースに設置した量産用プラズマエ

ッチング装置を用いて、装置内壁部材の開発を材料メー

カとの共同で、異常放電検出機能を有するウエハステー

ジの開発を装置部品メーカと共同で、また量産用プラズ

マ処理装置向けインピーダンス計測機器を計測器メーカ

と共同で、材料、部品、計測の観点から多面的に取り組

んだ。 

 装置内壁用部材の開発では、材料メーカと共同でレア

メタルを使用しない導電性高プラズマ耐性材料の開発を

行った。標準的に使用されている酸化アルミニウム

（Al2O3）よりもプラズマ損耗量の小さな酸化イットリ

ウム（Y2O3）と同等の耐性を有し抵抗率が通常の1014Ω

cm に比べて107Ωcm ほどの小さな材料である。大手デ

バイスメーカにサンプル出荷を行い、その生産ラインで

有効性が確認され最終評価に進んだ。採用される見通し

である。 

 プラズマエッチング用の異常放電検出機能を有するウ

エハステージの開発では、装置部品メーカと共同で進め

た。ウエハやその近傍での微小な放電エネルギー50µJ
の異常放電を検出するのに有効な、アルミナイトライド

（AlN）からなる音響センサをウエハステージに内蔵す

るウエハステージの開発を進めた。製品化するために、

音響センサを直接ステージに成膜する実装技術の有効性

を実証した。生産ラインへの適用に向けて動き出した。 

 量産用プラズマ処理装置に容易に取り付けることがで

きるインピーダンス計測機器の開発では、高周波通信分

野で培われてきた電磁波計測技術を用いてプラズマイン

ピーダンス計測機器の開発を行った。量産用プラズマエ

ッチング装置に装着し、装置異常によるインピーダンス

変化を高感度で検出できることを実証した。大学や企業

での使用実績がでた。 

 センサネットワーク社会が到来すると言われている。

状況をモニタするためのセンサと通信用のデバイスから

なる3DIC が必要になると予測される。さらにこの

3DIC は多品種になり、生産する上では多品種少量生産

が必要になると考えられる。この生産に適したミニマル

3DIC ファブ開発の一翼を担い、3DIC 製造に不可欠な

Si 貫通孔形成用のプラズマエッチング装置の開発を進

めている。これまでに小型高密度プラズマ源の開発を行

い、ハーフインチの Si ウエハでエッチング可能なこと

を実証した。今後、ミニマル規格の筐体に収まるエッチ

ング装置の開発を進めていく。 
 また、地域連携拠点として、九州地域における重要な

産業の1つである畜産業を支援することを目的に、肥育

段階にある生牛の肉質を評価する技術について、研究を

行った。肉質の評価基準はリブロース部位における脂肪

交雑値（BMS: Beef Marbling Standard）とし、脂肪

の量や分布に応じた12段階に分類することを目標とした。

通常、畜産農家では30ヶ月程度の期間を要して牛を飼育

し、出荷するが、屠殺されるまで脂肪交雑値を知ること

はできない。出荷額は脂肪交雑値を大きく反映するため、

すなわち、農家は出荷額の見込みが立たない状況で30ヶ

月の飼育をすることになる。もし肥育期間中に、脂肪交

雑値を知ることができれば、飼育方法や出荷時期、出荷

先の調節など、経営計画に資する有益な情報となること

は間違いない。 

 肥育中に脂肪交雑値を評価するための方法として2つ

のアプローチを検討している。1つは，超音波エコー画

像を利用する方法である。この方法は非侵襲的にリブロ

ース芯部分をイメージングし観察することができる。2

つ目は生体電気インピーダンスを計測し、脂肪交雑値を

推定する方法である。この方法は計測値にリブロース周

囲の脂肪交雑の影響を受けるものの、計測システムを軽

便に構成することが可能であり、将来の普及が見込める。 

 超音波エコー画像を利用した脂肪交雑の評価に関して

は、エコー画像のエクスチャー特徴量を抽出し、ニュー

ラルネットでパターン認識するアルゴリズムをこれまで

に確立し、推定精度の検証を実施してきた。近い将来の

製品化を予定しており、現在、関連機関とのライセンシ

ング契約に向けた交渉を行っているところである。生体

電気インピーダンスに基づく脂肪交雑値の評価について

も、これまでに50頭程度の肥育牛を対象に、データ収集

と基礎的な評価アルゴリズムの検討を開始している。既

に生体電気インピーダンスから推定した細胞内抵抗と

BMS の間に有意な相関を確認しており、今後も引き続

き精度の向上を目指したいと考えている。 

［分 野 名］標準・計測分野 

［キーワード］プラズマ、パーティクル、異常放電、導

電性セラミックス、音響センサ、ミニマ

ル、3DIC、Si 貫通孔、インピーダンス、

畜産業、脂肪交雑値、超音波エコー、ニ

ューラルネット 

 

［テーマ題目３］応力発光技術に関する研究 

［研究代表者］徐 超男（応力発光技術チーム） 

［研究担当者］徐 超男、上野 直広、寺崎 正、 

藤尾 侑輝、寺澤 佑仁、藤原 理賀、

川崎 悦子、久保 正義、古澤 フクミ、

末成 幸二、松尾 修身、河原 弘美、

野上 有美、佐野 しのぶ、津山 美紀、

有本 里美（常勤職員4名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ニーズの詳細な調査とシーズのマッチン

グ精査を基に課題設定を行い、個別課題から抽出された

共通的な課題として、外部の評価によって多数の提案か

ら厳正に選抜された課題を中核課題とし、センシング技

術の高度化からシステム化技術の高度化に至る新しい計

測技術開発を、材料技術と情報技術の緊密な連携の下に

遂行するものである。材料技術では、応力発光現象の機
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構解明など、基礎・基盤的な技術開発を行い、応力発光

センサ素子の特性向上とデバイス化を経て、リアルタイ

ム応力異常検出システムや応力履歴記録システムなどの

各種応力センシングデバイスを構築する。各種応力セン

シングデバイスの機能の最適化を行い、デバイスベース

での評価によって応力発光センシングのデータベースへ

向けたデータ蓄積を行う。情報技術では、構造体のセン

シングシステム構築に向けたセンシングデバイス・ノー

ドの開発、適用構造体の挙動解析、適応型信号処理の高

機能化等によって基盤技術を構築し、センシングノード

の高機能化と多目的化、センサネットワークの駆動ソフ

トウェア開発を行い、構成したシステムのパフォーマン

ス評価とデータ蓄積を行う。 

平成25年度の進捗状況 

 生体イメージング可能な応力発光センサの開発におい

ては、生体透過可能な800 nm-1100 nm 波長を有する

SAO 系近赤外応力発光体の開発を成功し、オンサイト

生体計測の可能性を見出した。異常検出システムと応力

記録システムに関しては、発光とひずみの応答データの

累積を継続的に行い、0.02%ひずみの検出感度向上を達

成し、高圧容器の破壊予知の可能性を突き止めた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］応力発光、可視化、センシング、健全性

診断 

 
［テーマ題目４］圧電体薄膜を用いた過酷環境下での圧

力振動計測技術の開発 

［研究代表者］秋山 守人（プロセス計測チーム） 

［研究担当者］秋山 守人、岸 和司、長瀬 智美、 

田原 竜夫、山田 浩志、上原 雅人、

石田 秀一、上野 多鶴子、筒井 美寿

江、松田 修、土渕 香織 

（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、窒化アルミニウムや酸化亜鉛などの圧電

体薄膜をセンサの検知材料に用い、通常では測定困難な

高温や高圧下などの過酷環境下における圧力・振動計測

技術の研究開発を行っている。これら計測技術が望まれ

る工場等の製造現場をはじめとする使用環境に適用でき

るよう、使用する圧力センサや振動センサの構造の最適

化、及び検出感度や安定性などの基本性能の評価を行っ

ている。また、多元同時スパッタリング法や化学溶液法

（ゾルゲル法）を用いて、耐熱性に優れ、高い圧電性を

示す新しい複合化合物圧電体に関する材料探査も行って

いる。 

 本年度は、半導体デバイス製造のいわゆる後工程にお

いて配線接合用に使用されるワイヤボンディング装置に、

開発した振動センサを設置してプロセス中の信号検出を

試みた。装置の動作に支障をきたさないよう取り付けら

れたセンサにより、部品の搬送等を含む装置の一連の動

きに対応した信号を検出することに成功した。接合時に

印加される周波数に対応した超音波の検出もでき、装置

ならびに製品の状態をモニタリングするための有用な情

報として利用できることがわかった。また、この振動セ

ンサを用いて、その一部を溶融金属中に浸漬して使用さ

れるセラミックスの耐久性評価も試み、溶融金属中のよ

うに内部の状態が見えない場所でのモニタリング技術と

しても有用であることを確認した。多元同時スパッタリ

ング法を用いた圧電体の探索では、意図する複合窒化物

圧電体を再現性良く成膜できる方法を明らかにした。さ

らに化学溶液法による酸化亜鉛系圧電体の開発では、

100cm2の大面積化成膜に成功し、名刺大サイズのセン

サ作製に目処がついた。 

［分 野 名］標準・計測分野   

［キーワード］圧電体薄膜、圧力センサ、振動センサ、

高温高圧 

 
［テーマ題目５］産業支援型研究開発による化学計測解

析技術の高度化に関する研究 

［研究代表者］菖蒲 一久（計測基盤技術チーム長） 

［研究担当者］菖蒲 一久、西久保 桂子、恒松 絹江、

長谷部 光弘、恒松 修二、岡本 悦子、

田中 和佐（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、主に化学・材料系の産業界における生産

プロセスや材料の設計、研究開発の効率化に貢献するこ

とを目的として、熱力学平衡計算ソフト開発やデータベ

ース構築などの、化学熱力学解析・モデリング技術に関

する国内知的基盤の整備を行っている。このような解

析・モデリング技術は、実は非常に有効ではあるが、な

かなか使い方が理解しにくく、あまり利用されていない

という問題がある。そこで、本研究課題では、産業界か

らのニーズ課題や当チームの技術シーズに基づく複数の

産業支援型共同研究と、この化学熱力学解析技術の開発

研究を一体的に行うことで、特に利用技術、利用法の開

発・知識基盤化をも目標として研究を進めている。日本

の化学系・材料系の技術的競争力は極めて高いが、それ

を維持・強化するためには、このような基盤的技術の開

発は必須である。 

現在までに、信頼性や安定性の高い化学熱力学解析ソ

フトを開発公開するとともに、関連データベースの開発

も行ってきた。当該ソフトは既に国内大学・企業等への

導入実績がある。今後、本技術を様々な産業支援課題に

適用し、その課題解決に貢献していく。 

［分 野 名］標準・計測分野 
［キーワード］化学熱力学、ソフトウェア、データベー

ス、解析、モデリング、状態図、知的基

盤 

 

［テーマ題目６］微量・迅速・精密化学計測技術の開発 
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［研究代表者］宮崎 真佐也（生化学分析ソリューショ

ンチーム長） 

［研究担当者］宮崎 真佐也、中村 浩之、山下 健一、

松田 直樹、大庭 英樹、岩崎 渉 

永田 マリアポーシャ、石地 友香、 

天本 真里子、松浦 和真、齋藤 亜弥、

中島 達郎、岡部 浩隆、中村 志織

（常勤職員6名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 南九州一帯は我が国の食肉用肥育牛の一大生産拠点で

ある。しかし、先年の口蹄疫問題で顕在化したように、

その生産・肥育プロセスには工学的視点から解決すべき

問題も多い。そこで、本チームでは肥育用子牛生産プロ

セスにおける効率化を図るため、１）雌雄産み分け用の

精子分別デバイスの開発、２）受精卵・卵子の活性度を

判別するための分別デバイスの開発を行った。１）の雌

雄産み分け用の精子分別デバイスの開発に関しては、凍

結精子の活度による分別技術の畜産現場へのソリューシ

ョン提供を進めるとともに、雌雄産み分け技術の確立に

向けた研究を開始した。２）の受精卵・卵子の活性度を

判別するための分別デバイスに関しては、これまでに開

発した密度差分離による高品質の卵子分別デバイスの体

外受精卵への適用も開始した。また、受胎適期のセンシ

ングに向けたホルモンセンサ開発も進め、黄体形成ホル

モン検出が可能なセンサ素子2種の開発に成功した。 
 また、ナノ材料分野の研究開発プロセスを迅速化・効

率化する技術である、当チームが保有していた LED 用

蛍光ナノ粒子の生産にソリューションの大手企業への提

供も進めた。 

その他、食品生産現場でのソリューション提供に向け

た課題抽出に着手した。 
［分 野 名］標準・計測分野 
［キーワード］マイクロ空間化学、微小流体デバイス、

細胞分離、ナノ粒子 

 
③【計測標準研究部門】 
（Metrology Institute of Japan） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：千葉 光一 

副研究部門長：新井 優、高辻 利之、藤本 俊幸、 

       三戸 章裕 

首席研究員：榎原 研正、山田 善郎 

 

所在地：つくば中央第3、第2、第5、つくば北、 

    関西センター 

人 員：242名（242名） 

経 費：2,456,905千円（1,628,093千円） 

 

概 要： 

 計量標準及び法定計量 

 第三期の目標： 

計量の標準 

  産業、通商、社会で必要とされる試験、検査や分析

の結果に国際同等性を証明する技術的根拠を与え、先

端技術開発や産業化の基盤となる計量の標準を整備す

るとともに、計量法で規定されている法定計量業務を

的確に行うことにより、我が国経済活動の国際市場で

の円滑な発展、国内産業の競争力の維持、強化と新規

産業の創出の支援、グリーン・イノベーション及びラ

イフ・イノベーションの実現に貢献する。 

(1) 新たな国家計量標準の整備 

(2) 国家計量標準の高度化 

(3) 法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推

進 

(4) 国際計量標準への貢献 

(5) 計量の教習と人材の育成 

 

 ○研究業務の方向付け 

(A) 標準整備計画にもとづき、信頼される計量標準

を早期に供給開始する。 

(B) 計量標準及び法定計量の確実かつ継続的な供給

体制を構築し的確に運用する。 

(C) 計量標準・法定計量の国際相互承認を進める。 

(D) 計量標準と計測分析技術において世界トップク

ラスの研究成果を挙げる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

「超高周波帯電磁波絶対強度センサと測定技術の開発」 

 

「東北・北関東地域の公設研の技術の高度化支援事業」 

 

「新規温度標準に対応した熱力学温度計の開発」 

 

「キログラムの再定義に向けた基盤技術の開発」 

 

「ナノ材料の適正管理に向けた世界標準の獲得」 

 

「気中ナノ粒子測定器の精度保証に関する標準化」 

 

「実用放射温度計の校正・評価技術に関する標準策定」 

 

「高分子の定量 MALDI 質量分析法の国際標準化」 

 

「JIS B7556気体用流量計の校正方法及び試験方法の改

正」 

 

「Standard for Rectangular Metallic Waveguides and 
Their Interfaces for Frequencies of 110 GHz and 
Above（110GHz 以上の方形導波管およびインターフェ
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ースの標準化）」 

 

「ナノ材料の特性評価手法に関連した標準化」 

 

「遠心加速度校正に関する標準化研究」 

 

「物質・材料データバンクの高度化」 

 

「高電圧直流給電対応スマートモニタリングシステム

（DC-Smart Energy Monitoring System（SEMS）)の

開発」 

 

「高圧液体漏れ検査装置の開発」 

 

「EMC試験機器校正に特化した自動校正装置の開発」 

 

「農産物の品質の現場評価装置開発」 

 

「HEV/EV 車の EMC 試験のための試験サイト評価用

アンテナの開発」 

 

「熱エネルギーを自在に操るための材料開発」 

 

「高精度温室効果ガス観測のための標準ガスの開発」 

 

「回転軸ぶれ検出機能を有するインテリジェント・ロー

タリエンコーダの性能評価法の確立」 

 

「農薬残留分析の信頼性向上のための技能試験」 

 

「物質・材料データバンク」 

 

外部資金： 

資源エネルギー庁鉱物資源課 日米エネルギー環境技術

研究・標準化協力事業 平成25年度日米エネルギー環境

技術研究・標準化協力事業（日米先端技術標準化研究協

力） 

 

日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 大規

模蓄電池に適した低インピーダンス計測技術の開発 

 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通保安グループ 

ガス安全室 日米等エネルギー環境技術研究・標準化協

力事業 水素インフラ実用化に向けた高圧水素計量管理

技術の開発 

 

経済産業省 製造産業局航空機武器宇宙産業課宇宙産業

室 日米等エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 

バイオディーゼル燃料認証標準物質の開発 

 

経済産業省 製造産業局素形材産業室 産業技術研究開

発 次世代3次元内外計測の評価基盤技術開発 

 

研究成果展開事業【研究成果最適展開支援プログラム

（A-STEP）】探索タイプ 科学技術振興機構（JST） 

赤外熱画像装置オンサイト校正器の開発 

 

戦略的創造研究推進事業（ERATO）科学技術振興機構

（JST）光格子時計高精度比較のための高速制御型光周

波数コムの開発 

 

戦略的創造研究推進事業（ERATO）科学技術振興機構

（JST）美濃島知的光シンセサイザプロジェクト 

 

研究成果展開事業【研究成果最適展開支援プログラム

（A-STEP）】ハイリスク挑戦タイプ（復興促進型） 

科学技術振興機構（JST）効果的な除染計画・評価のた

めの放射線・放射能測定装置の実用化開発 

 

研究成果展開事業【産学共創基礎基盤研究プログラム】 

科学技術振興機構（JST）国家標準にトレーサブルなコ

ヒーレント周波数リンクの創生とそれに基づいたテラヘ

ルツ周波数標準技術の系統的構築 

 

産業技術研究助成事業 NEDO 助成金 エンジンの潤

滑油粘性モニタリングや流体プラントの多点プロセス粘

性計測を実現する超小型粘性 MEMS センサの開発 

 

産業技術研究助成事業 NEDO 助成金 光通電ハイブ

リッド・パルス加熱法による高速多重物性測定装置の実

用化開発 

 

産業技術研究助成事業（インターナショナル）NEDO
助成金 ミリ波・サブミリ波領域の S パラメータ測定

の国際標準化に向けた評価技術研究開発 

 

最先端研究開発支援プログラム 量子情報処理プロジェ

クト「光格子時計の絶対周波数測定及び国際原子時計へ

の貢献」 

 

独立行政法人海洋研究開発機構 海水温の精密測定に用

いる温度センサの長期評価技術の開発 

 

一般財団法人日本規格協会 原案共同作成事業（JIS 
B7441改正）  

 

公益財団法人福島県産業振興センター 戦略的基盤技術

高度化支援事業 リアルタイム自己校正型ロータリエン

コーダ 
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一般財団法人日本規格協会 平成25年度工業標準化推進

事業委託費（戦略的国際標準化加速事業：国際標準化横

断的推進活動）TMB／REMCO 対応 

 

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構 戦略的基

盤技術高度化支援事業 標準コンダクタンスエレメント

を用いた基準微小ガス流量導入装置の開発 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 パルス通電加熱

法を利用した溶融核燃料の熱物性測定システムの開発 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（A）

Molecular-Net Sieving の提案と超薄膜分離膜の創製 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（C）材料

オントロジーの拡張と国際化による材料データ交換手法

の確立 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（B）スペ

クトラム拡散法を用いた曲流路探傷式高精度超音波流量

計測システムの開発 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（B）光コ

ムによる環境自己補正型の精密長さ計測エコ技術の開発 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（B）新粒

子成長過程における大気エアロゾル粒径別化学組成の追

跡分級計測システムの開発 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）挑戦的萌芽研究 非

DNA に対する放射線損傷に伴う生物影響の検討 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（B）放射

光軟 X 線を用いて誘発した ATP の分子変異の誘発によ

る生物効果の制御 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（A）ジョセフソン効果

と量子ホール効果を基準とした熱力学温度測定技術の開

発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（B）二次元ダークフリ

ンジ法による球体直径測定原理開発とアボガドロ定数精

密決定への応用 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）イッテルビウム光

格子時計における青方魔法波長の探索 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）フィードバック型

広帯域干渉計による位相・群屈折率分散計測システムの

開発 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）高安定光共振器に

よる光周波数コムの絶対線幅狭窄化 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）双方向波長多重信

号による長距離光ファイバの位相安定化技術の研究 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）極微弱 LED の全

光子束測定技術の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）ナノ粒子の細胞内

取り込み挙動解析を可能とする単一ナノ粒子計測システ

ムの開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）キャビテーション

発生量の定量計測技術の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）超電導放射線検出

器を用いた新しいバイオマス度測定装置の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）生体マトリックス

中タンパク質の高精度、高感度定量法の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）高精度テラヘルツ

絶対電力センサー素子の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（A）化学分離を必要と

しない迅速な放射性ストロンチウムの絶対測定法の研究 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）環境動態解析のた

めのハロゲン化ナフタレン分析法の高度化 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）液中分散ナノカー

ボン材料の分散安定化機構の解明 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）デュアル光格子時

計を用いた、黒体放射の影響を受けない合成時計周波数

の実証 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）常磁性物質定量用

新規一次標準分析法の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）配列特異的な核酸

分子の高精度定量技術の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）陽電子寿命測定法

を用いた構造物の疲労検査装置の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）多層型マンガンバ

スによる中性子源放出率の絶対測定法の開発 
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文部科学省 科研費 若手研究（B）MEMS 式熱量計

によるナノ粒子の比熱測定と低次元系比熱理論への実験

的アプローチ 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）常温下熱機械変位

方式高速高感度光パワー標準器の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）高出力レーザ用イ

メージングパワーメータの実現に向けたイメージセンサ

校正技術の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）新規シス／トラン

ス異性体分離法の開発とそれを利用したトランス脂肪酸

の高精度分析 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）治療用高エネルギ

ー電子線の絶対線量計の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）受光素子における

応答非直線性とその波長依存性の抑制手法確立に向けた

研究 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）極低温度測定のた

めの音叉型水晶振動子を用いたヘリウム3融解圧温度計

の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）in-situ 温度測定

によるイッテルビウム光格子時計の高精度化 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）土壌菌核が高濃度

に含有するキノンの役割解明 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）完全に基礎物理定

数に基づく電圧標準体系の確立に向けた量子化ホール抵

抗分圧器の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）精密低周波交流電

圧発生器を用いたゼーベック係数の絶対測定技術の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）複合的実験手法に

よる7Li（p, n）反応準単色中性子スペクトル構造の解

明 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）超伝導ナノ構造を

用いた量子電流標準の研究 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）走査電子顕微鏡法

における二次電子像表面ポテンシャルコントラスト原理

の解明 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（C）R32

を基本成分とする低 GWP 混合冷媒の新たな熱力学モデ

ル 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（A）先端

光源を融合した超高分解能赤外分子分光計の開発 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（B）微細

射出機構による高粘度マイクロカプセル生成システムの

開発 

 

文部科学省 科研費（研究分担者）基盤研究（C）海水

からサンゴ各部位へのメタロミクスとその環境応答 

 

独立行政法人日本学術振興会 高感度微量水分計測シス

テムの開発 

 

経済産業省大臣官房会計課 熱電変換モジュールの性能

評価技術の開発 

 

環境省 廃電気電子機器中の難燃材の環境挙動予測評価

による適正管理技術の確立に関する研究 

 

厚生労働省 科研費（研究分担者）検査機関の信頼性確

保に関する研究 

 

次世代バイオ医薬品製造技術研究組合 個別化医療に向

けた次世代医薬品創出基盤技術開発（国際基準に適合し

た次世代抗体医薬等の製造技術） 

 

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 水素利用

技術開発事業／燃料電池自動車及び水素ステーション用

低コスト機器・システム等に関する研究開発／水素ステ

ーションにおける水素計量管理方法に関する研究開発 

 

公益財団法人住友財団 室内環境中ピレスロイド系及び

有機リン系農薬の曝露評価のための基礎的研究 

 

一般財団法人化学物質評価研究機構 定量 NMR 用標準

物質開発のための高精度純度評価法に関する研究 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）キャビテーション

発生量の定量計測技術の開発 

 

公益財団法人三豊科学技術振興協会 局部傾斜角度測定

を利用した高精度かつ高ダイナミックレンジな形状測定

法の開発 

 

発 表：誌上発表388件、口頭発表672件、その他308件 

--------------------------------------------------------------------------- 
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時間周波数科 

（Metrology Institute of Japan, Time and Frequency 
Division） 

研究科長：洪 鋒雷 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 時間周波数標準及び波長標準は、基本単位の中でも

最も高精度な計量標準であり、他の組立量の決定にも

必要とされる計量標準体系の基盤を形成する物理標準

である。当該標準の研究・開発及びその産業界への供

給・普及を持続・発展させることは、我が国の産業技

術や科学技術を高度化する上で極めて重要である。時

間周波数科ではこのような目標を達成するために、標

準器や関連技術の研究開発、それらに立脚した信頼性

並びに利便性の高い標準供給を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目3 

 

長さ計測科 

（Metrology Institute of Japan, Lengths and 
  Dimensions Division） 

研究科長：高辻 利之 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 長さ・幾何学量の標準供給は、産業・科学技術の要

であり、その安定的供給には大きな期待が寄せられて

いる。この分野では、高精度な上位の標準から、現場

で用いられる下位の標準まで、幅広い標準が求められ

る。これらに応えるためには、信頼性の高い長さ測定

技術の開発が不可欠である。当科では、産業界から求

められ、また国際比較などが求められている長さや幾

何学量に関して標準の確立とそれらの供給体制の整備

を行った。民間との連携によって、階層構造に基づく

我が国のトレーサビリティ体系を構築している。 

研究テーマ：テーマ題目4、テーマ題目5、テーマ題目6 

 

力学計測科 

（Metrology Institute of Japan, Mechanical 
Metrology Division） 

研究科長：藤井 賢一 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 力学計測科では、質量、力、トルク、重力加速度、

圧力、真空、リークなどの広範囲な物理量について標

準から現場計測に至るまでのトレーサビリティの道筋

を確保し、また取引証明に使われる質量計量器の信頼

性の確保に関する業務を果たすことを主なミッション

とする。質量（分銅の校正）、質量計、力（力計の校

正）、圧力（圧力標準器の校正）、圧力計、トルクメー

タ・トルクレンチ、真空計、標準リーク、分圧計など

についてのトレーサビリティが JCSS 校事業者や産

業界でも確保されるよう校正技術や技術基準の開発を

行っている。また、非自動はかり及び質量計用ロード

セルの性能試験については品質管理体制を整備し、新

規の大容量ロードセルを含む OIML-MAA に則った

試験サービスを実施している。研究開発については、

キログラムの新定義実現のための質量計測技術、小容

量トルク標準機の開発、グリーン・イノベーションに

貢献する気体高圧力標準の開発、標準コンダクタンス

エレメントを用いた定量ガス流量導入器の製品化、組

立量としてのリーク標準の整備などに貢献した。特に

キログラムの定義改定についてはアボガドロ国際プロ

ジェクト（IAC）を海外の計量標準研究機関と協力し

て推進し、次世代質量標準として期待されているシリ

コン球体の高精度質量計測を行うと共に、欧州計量研

究計画（EMRP）におけるキログラム再定義の共同

研究にも参加している。これらの活動を通じて、プラ

ンク定数に基づく新しい定義を実現し、SI 基本単位

の定義改定と、再定義後の質量標準の実現及び高度化

を目指した研究を行っている。これと並行して電圧天

びんによる微小質量計測技術の開発にも着手した。 

研究テーマ：テーマ題目7、テーマ題目8、テーマ題目9 

 

音響振動科 

（Metrology Institute of Japan, Acoustics and 
  Vibration Metrology Division） 

研究科長：三戸 章裕 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 音響、超音波、振動、強度の標準は、環境、医療、

機械診断、材料評価など広い分野にわたってニーズが

あり、近年、その重要性も高まっている。音響標準、

振動加速度標準、及び硬さ標準については、国際比較

結果などにより、世界的なレベルに到達していること

が既に示されているが、さらに標準供給体制の充実を

図るため、供給範囲、供給品目の拡大、不確かさの低

減の他、新規の計量標準技術開発等をめざす。超音波

標準も昨今の医用超音波技術の進歩に対応するため、

校正範囲拡大に必要な研究開発を継続するとともに、

国際比較に実施に向けた準備を行う。材料強度の標準、

固体材料の特性評価を、従来のバルク材料から薄膜な

どの微小なレベルで行うための研究開発を継続する。

また、産業技術の高度化に応じて、先進的な計測標準

開発を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目11 

 

温度湿度科 

（Metrology Institute of Japan, Temperature and 
  Humidity Division） 

研究科長：新井 優 

（つくば中央第3） 
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概 要： 

 温度・湿度の計測とその標準は、科学技術や産業に

おいて、あらゆる場面で必要とされており、当科では、

これらに必要な標準供給体制の整備を進めている。国

際的同等性を確保しつつ標準供給の種類、範囲を拡大

するために、設備や体制を整え、標準の維持・供給に

必要な研究開発及び関連の計測技術の研究を行った。

常温域では熱力学温度計である音響気体温度計

（AGT）の開発を進めた。低温域では0.65K～25K の

校正対象を白金コバルト抵抗温度計に拡大した。また、

極低温抵抗温度計標準の立ち上げに必要な核断熱冷凍

機の立ち上げを行った。放射温度標準では、アジア太

平洋地域における156 ℃から2800 ℃までの国際比較

を、幹事機関として開始した。湿度標準の高度化のた

め、拡散管方式の微量水分発生装置の開発を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目12、テーマ題目13、テーマ題目

14、テーマ題目15、テーマ題目16 

 

流量計測科 

（Metrology Institute of Japan, Fluid Flow Division） 

研究科長：寺尾 吉哉 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 流量計を用いた石油や天然ガス等の取引は、経済産

業活動の中でも最も大きな取引であり、また、水道メ

ータ、ガソリン計量器等の流量計は国民生活に最も密

接している計量器の一つである。さらに、最新の半導

体製造技術、公害計測技術、医療技術等の先端技術分

野や環境・医療技術分野においてもより困難な状況下

での高精度の流量計測技術が求められている。当科で

は、これらの広範な分野で必要な流量の標準を開発し、

その供給体制の整備を進める。既に気体小流量、気体

中流量、液体大流量、液体中流量、液体小流量、石油

大流量、石油中流量、気体中流速、微風速では JCSS
が整備されており、また、石油小流量並びに体積に対

しては依頼試験による標準供給を行っている。平成25

年度は石油小流量の流量範囲の拡大の準備及び気体大

流量の標準整備を進めた。 

 さらに、計量法に基づき法定計量業務を適切に遂行

すると共に、国際計量システムの構築に貢献している。 

研究テーマ：テーマ題目17、テーマ題目18、テーマ題目

19 

 

材料物性科 

（Metrology Institute of Japan, Material Properties 
  Division） 

研究科長：山田 修史 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 信頼性の高い材料物性データが確実に利用できるた

めの知的基盤整備を目的として、エネルギー、環境、

石油化学等の分野で求められる密度、粘度、屈折率等

の計測・校正技術と標準、及びエネルギー、エレクト

ロニクス、素材産業等の分野で求められる固体熱物性

の計測・校正技術と標準・標準物質の開発・供給を行

った。開発された熱物性計測技術と標準物質を元にし

て得られる信頼性の高い熱物性データを分散型熱物性

データベースに収録し、インターネットを介して広く

提供した。また、国際単位系改定に向けた基礎物理定

数に関わる高精度データの取得と国際度量衡委員会を

中心とする国際協力活動を推進した。 

研究テーマ：テーマ題目20、テーマ題目21 

 

電磁気計測科 

（Metrology Institute of Japan, Electricity and 
  Magnetism Division） 

研究科長：金子 晋久 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 我が国の電気電子情報産業を含む広い産業界に直

流・低周波電気標準を供給するために、標準の維持、

供給、研究開発を行っている。特に、直流電圧標準、

直流抵抗標準、キャパシタンス標準、インダクタンス

標準、交流抵抗標準、誘導分圧器標準、変流器標準、

高調波電圧電流標準、交直（AC/DC）変換標準、交

流シャント標準、電流標準等の研究開発と供給を行っ

ている。 

研究テーマ：テーマ題目22、テーマ題目23 

 

電磁波計測科 

（Metrology Institute of Japan, Electromagnetic 
 Waves Division） 

研究科長：島田 洋蔵 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 高周波・電磁界標準の電波領域の電磁波を対象とし、

高周波電力、減衰量、インピーダンス、雑音、各種ア

ンテナ、電界・磁界、材料特性等の標準に関し、精密

計測と校正技術の研究・開発を進め、標準供給システ

ムの構築と供給体制の維持、校正業務により標準供給

を行った。標準開発の進展は、伝送線路を伝搬する電

磁波の標準については、110 GHz～170 GHz 帯高周

波電力標準に関しカロリーメータによる標準器を開発

し新規に標準供給を開始した。高周波インピーダンス

標準では、ミリ波同軸の整備が完了し、導波管線路に

ついては周波数拡張のための参照標準器を新たに開発

した。テラヘルツ帯標準に関し、テラヘルツ帯電力セ

ンサのプロトタイプの開発を行った。電波に関連する

空間量の標準としては、任意周波数ホーンアンテナ利

得及びパターン標準について、18 GHz～26.5 GHz
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帯の校正システムを整備し標準供給を開始した。散乱

断面積（RCS）標準では75 GHz～110 GHz 帯の標

準ターゲット評価のためのミリ波帯高感度受信システ

ムを構築した。電磁界強度標準では新電波暗室の整備

と設備の移設を行い、標準電界発生と電波遮蔽の基本

性能評価を完了した。国際計量標準に関連し、

CCEM および APMP 国際比較を推進するとともに、

高周波誘電率のパイロットスタディのための準備を進

めた。また、高周波・電磁界標準とその校正技術の開

発に伴う知見を基に、オープンラボや計測クラブなど

を通じて産業界への成果普及を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目24、テーマ題目25 

 

光放射計測科 

（Metrology Institute of Japan, Photometry and 
Radiometry Division） 

研究科長：座間 達也 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 光関連産業の発展に欠かせない技術基盤であるレー

ザ標準及び測光・放射標準の研究・開発を通じて、各

種基本量の精密評価技術や校正技術を確立すると共に、

当該技術の拡張・高度化を進める。また、トレーサビ

リティ整備・推進に寄与する。今年度は、二次元検出

器応答度評価技術（1064 nm）、高出力 LD に対する

パワーメータ応答度評価技術（800 nm 帯）、カロリ

メータ吸収体反射率の入射波長一様性評価に基づくパ

ワーメータ応答度評価技術（1310 nm・1550 nm 帯）、

分光全放射束校正技術、赤外域分光拡散反射率校正技

術を確立し、これらに関する標準の供給を開始した。

併せて、光パワーメータ応答直線性校正の波長範囲拡

張、紫外域高強度 LED 全放射束校正、分光放射照度

（紫外）の短波長域への校正範囲拡張、分光応答度

(紫外、可視、近赤外)の校正範囲拡張（オーバーフィ

ル条件）に関する開発を進めた。国際比較については、

全光束（CCPR-K4）、光度（APMP、CCPR-K3.a リ

ンク）、可視域レーザパワー（APMP.PR-S5）に関し

て幹事研究所として実施を主導した。LED 光源等の

試験方法・試験所認定等に関わる国内・国際活動に協

力した。 

研究テーマ：テーマ題目26、テーマ題目27 

 

量子放射科 

（Metrology Institute of Japan, Quantum Radiation 
  Division） 

研究科長：齋藤 則生 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 放射線、放射能および中性子標準は、放射線防護、

医療、産業、先端科学にとって非常に重要であり、ニ

ーズに対応した標準の立ち上げおよび高度化等の研究

開発、標準の維持・供給、MRA 対応の国際基幹比較

に努めている。震災以後、放射線・放射能に対するニ

ーズは高く、環境レベル放射能標準の開発、線量当量

標準の開発、セミナー開催などを積極的に進めている。

震災支援に対応し、低線量率γ線の線量標準および中

硬Ｘ線の線量当量標準を確立するとともに、放射性セ

シウムを含む玄米の標準物質を利用して放射能検査機

関を対象とした確認試験・技能試験を実施した。医療

分野では、マンモグラフィ X 線標準の範囲拡大、医

療用リニアック高エネルギー光子線の水吸収線量標準、

Ru-106密封小線源水吸収線量標準を確立するととも

に、Ir-192の密封小線源の線量標準の開発を行った。

一方、放射性ガス放射能標準の研究開発を行うととも

に、重水減速 Cf-252中性子フルエンス標準の開発に

成功した。 

研究テーマ：テーマ題目28、テーマ題目29 

 

無機分析科 

（Metrology Institute of Japan, Inorganic Analytical 
  Chemistry Division） 

研究科長：日置 昭治 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 標準物質は研究開発・生活の安全安心および産業発

展を支える知的基盤として、その加速的整備が国策の

もとに推進されている。当科では JCSS の基準物質

となる新規無機標準物質、RoHS 指令規制対応標準物

質など工業材料標準物質、微量元素・ひ素化合物・メ

チル水銀・海水栄養塩等の分析のための環境・食品関

連組成標準物質を開発して、化学分析あるいは化学計

量を支える標準を供給するとともに、併せて、関連す

る CCQM、APMP 国際比較に参加している。標準物

質の開発と連動させて技能試験及び講習会も開催して

いる。また、電量滴定法等の基本分析手法の高度化、

同位体希釈質量分析法などの高感度元素分析法の高精

度化を行い標準物質の値付け、環境・食品計測の高度

化等に使用するとともに、我が国の分析技術向上の支

援、産業の高度化及び科学技術のテクノインフラに寄

与している。 

研究テーマ：テーマ題目30、テーマ題目31、テーマ題目

32 

 

有機分析科 

（Metrology Institute of Japan, Organic Analytical 
  Chemistry Division） 

研究科長：高津 章子 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 環境、食品、材料や臨床検査分野をはじめとする
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種々の分野における濃度計測の信頼性確保のためには、

各種標準ガス、有機汚染物質などの有機標準物質（標

準液、組成標準物質）、生体関連物質などのバイオ関

連標準物質など種々の標準物質が必要とされる。そこ

で、これらを社会ニーズに即して供給することを目標

に、新規標準物質の開発と、基盤となる分析技術の開

発・整備・高精度化に取り組んだ。ISO ガイド34に

基づく品質システムの整備を行うとともに、開発した

標準物質の維持管理を適切に行い、安定かつ継続的な

標準供給を行っている。国際比較等にも積極的に参加

し、計量標準の国際相互承認においては、標準物質値

付け能力（CMC）を国際相互承認（MRA）の付属文

書（Appendix C）へ登録し、国際的にも高いレベル

での当該分野の標準物質の整備を目指した。 

研究テーマ：テーマ題目33、テーマ題目34、テーマ題目

35 

 

ナノ材料計測科 

（Metrology Institute of Japan, Nanomaterials 
  Characterization Division） 

研究科長：藤本 俊幸 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 薄膜・超格子、ナノ空孔、微粒子等の先端材料系に

おける国際単位系へのトレーサビリティを確保した質

の高い標準を開発・維持・供給する。このため、高度

な計測・評価技術の開発にも注力するとともに、国際

的な度量衡関連組織における標準へのトレーサビリテ

ィ活動、ISO/JIS 等の標準化活動に積極的に対応する。 

 ナノメートルスケールの薄膜、空孔、粒子等の標準

を開発、供給するとともに、X 線反射率法による精密

評価技術、透過電子顕微鏡による3次元計測の高度化、

光電子分光および X 線吸収分光の基礎技術、

MALDI-TOFMS の分析法、動的および静的光散乱法、

流動場分離法を用いた微粒子分級技術、2次イオン質

量分析技術等において基礎データを蓄積した。 

研究テーマ：テーマ題目36、テーマ題目37、テーマ題目

38 

 

計量標準システム科 

（Metrology Institute of Japan, Measurement 
  standards system division） 

研究科長：日置 昭治 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 計量標準システム科では、計測分野におけるトレー

サビリティの供給および供給方法の高度化を科全体の

目標としている。化学分野においては、最上位の標準

物質開発・供給・校正サービスを行うとともに計量ト

レーサビリティ体系の高度化・合理化のための研究を

行う。また、ソフトウェアを含む計量情報システムの

適合性評価のための研究、計測・計量における情報提

供等を行う。 

 具体的には、主に有機分析化学に関する研究とその

成果をベースに、有機標準基盤研究室では、ニーズに

対応した質の高い、環境、食品、臨床化学に関連する

有機標準物質の供給、化学計量システム研究室では、

定量 NMR（核磁気共鳴）法などを中心とした環境及

び食品分野の多数の化学物質に対する校正サービスを

行っている。また、計量標準基盤研究室は、高分子グ

ループと計量情報システム研究グループからなり、高

分子グループでは、高分子分析用の標準物質の開発供

給を主体に研究開発を行っており、RoHS 指令に対応

する添加剤分析用標準物質と MALDI-TOFMS や固

体 NMR による新規定量法の開発を行っている。一方、

計量情報システム研究グループでは、計量器ソフトウ

ェアの評価技術、及び技能試験を利用したソフトウェ

アの適合性評価基準作成の研究を行っている。さらに

スペクトルデータベースの運営業務も行っており、化

学物質のデータベース、ソフトウェア認証等の広い意

味でのトレーサビリティの供給活動においても、国家

計量標準研究所として貢献できるように努めている。

グローバル MRA に基づく国際的な同等性の確認に必

要な国際比較等の活動にも積極的に参加し、標準物質

の校正測定能力に関する国際度量衡局のデータベース

（KCDB、appendix-C）への登録を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目39、テーマ題目40、テーマ題目

41、テーマ題目42、テーマ題目43 

 

法定計量技術科 

（Metrology Institute of Japan, Legal Metrology  
 Division） 

研究科長：小谷野 泰宏 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 国内の活動として、計量法技術基準の国際整合化を

促進し、未整備な工業標準（JIS）の整備を重点的に

行う。法定計量システムの簡素化・効率化のモデルを

検討する。JIS 化及び計量法改正作業において、特定

計量器間とのバラツキを最小限にするために、当科及

び法定計量担当科との調整を積極的に行う。技術開発

については、効率的な型式承認実施のためのモジュー

ル型式に関する評価技術開発及び技術基準（案）の整

備を行う。担当業務に関する承認機関品質システム及

び試験機関品質システムの整備については、NMIJ、
製品評価技術基盤機構等が実施する品質システム研修

又は個々の専門分野研修等に積極的に参加し、資質向

上を図ると共に適切な文書整備を早急に行う。また、

品質システムの運営については、関連する部署との積

極的な技術交流を図り円滑な実施に努めると共に各種
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試験の信頼性の確保を図る。国際活動については、国

際会議等に積極的に参加するとともに、国際文書の議

論・検討に必要とする翻訳文書等の整備を行う。 

 

計量標準技術科 

（Metrology Institute of Japan, Dissemination  
 Technology Division Dissemination Technology  
 Division） 

研究科長：高辻 利之 

（関西センター） 

概 要： 

  経済産業大臣から委任された法定計量業務及び当科

のミッションを適切に遂行するために、つくば法定計

量担当科及び関連技術室との連携を密にし、型式承認、

校正、試験、検査業務を適正かつ迅速に行うとともに、

当該業務に対する現状の問題点を把握し、能率化とユ

ーザへのサービス向上を図り、ニーズの収集、蓄積を

行う。現行の国内技術基準から国際基準への移行（国

際整合化・計量法技術基準 JIS 化）にあたり、関係

機関、関係業界等との連携を密にする。また、当分野

に課せられた個々の業務を円滑に推進するために、業

務量に応じたマンパワー及び資源の配分・調整を適宜

見直し、全職員が一体感を持って円滑に科のミッショ

ンに取り組めるよう定期的な会議を開催するとともに

安全衛生会議を開催し安全衛生に努める。法定計量技

術に関する国際活動に必要とされている情報、語学及

び関連する技術・知識を養成する。また、次世代への

技術伝承を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目44、テーマ題目45、テーマ題目

46 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目1］時間・周波数標準の高度化に関する研

究 

［研究代表者］池上 健 

（時間周波数科 時間標準研究室長） 

［研究担当者］池上 健、萩本 憲、平野 育、 

柳町 真也、高見澤 昭文、田邊 健彦、

渡部 謙一（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 原子泉方式一次周波数標準器においては、2011年3月

の大震災で不具合が生じたのをきっかけに、細部にわた

って構造を見直し、改良を加えて再構築を進めている。

本年度は、セシウム原子とマイクロ波を相互作用させる

真空槽部分を組み上げた。 

 不確かさ低減のために開発中の2号器においては、低

温サファイア発振器を局所発振器として用いるとともに、

磁気副準位 mF＝0への光ポンピングを適用することに

より、周波数安定度を1秒で8.3×10-14にまで向上させた。

また、高い周波数安定度を生かして、実験的に衝突シフ

トを（-3.3±0.5）×10-15と見積もった。 

 また、低温サファイア発振器において、冷凍機で冷却

する方式の低温サファイア発振器の最適化を行い、液体

ヘリウムで冷却するものと同等の周波数安定度（1秒の

平均時間で約1.5×10-15）到達した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］時間周波数、原子時計、セシウム一次周

波数標準器、原子泉、低温サファイアマ

イクロ波発振器、位相雑音 

 

［テーマ題目2］光周波数（波長）標準の開発と光周波

数計測技術の研究 

［研究代表者］洪 鋒雷（時間周波数科 波長標準研究

室長（兼務）） 

［研究担当者］洪 鋒雷、稲場 肇、保坂 一元、 

安田 正美、赤松 大輔、大久保 章、

大苗 敦、鈴木 淳太、岩國 加奈、 

世良 英之、小口 研一 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の周波数標準を目指した光周波数標準について 

は、171Yb 光格子時計に続き、87Sr 光格子時計の開発に

成功した。87Sr の時計遷移周波数の値は、429 228 004 

229 832.0 Hz で、不確かさが1.6 Hz であった。また、
171Yb および87Sr の時計遷移周波数の比の直接測定にも

成功し、周波数比の相対不確かさは1.5×10-15であった。

この不確かさは、それぞれの時計遷移周波数を国際原子

時を基準として測定した値の比から導き出される不確か

さより小さい。すなわち、光格子時計の性能の高さを直

接検証したと言う事ができる。また、狭線幅レーザの周

波数安定度をアラン偏差で評価した場合、平均時間1秒

で約2×10-15となり、この値は高フィネス光共振器の熱

雑音によって制限されている事が明らかになった。光周

波数コムに関しては、1) jcss などの校正サービス、2) 

高速制御型光周波数コムによる超高安定な光コムの実現、

3) Yb 及び Sr 光格子時計の時計遷移励起用レーザへの

線幅転送、4）デュアルコムを用いた超高帯域分光など

の成果が得られた。長さの特定標準器である「光周波数

コム装置」については、jcss 校正1件、依頼試験5件及び

所内校正2件を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、光周波数コム、光周波数測

定、ヨウ素安定化 He-Ne レーザ、ヨウ

素安定化 Nd:YAG レーザ、光通信帯 

 

［テーマ題目3］時系・時刻比較の高度化に関する研究 

［研究代表者］雨宮 正樹（時間周波数科 周波数シス

テム研究室長） 

［研究担当者］雨宮 正樹、渡部 謙一、鈴山 智也、

和田 雅人、奥田 敦子 

（常勤職員4名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 時間周波数国家標準である UTC（NMIJ）を高安定

化、高信頼化するとともに時間周波数比較精度を向上さ

せ、標準供給を実施することが本テーマの課題である。

平成25年度は、更新水素メーザの時系への組み込みと恒

温化、老朽化した水素メーザのオーバーホールの実施、

原子時計間の高精度計測システム並びに高精度周波数調

整技術の実現など目標どおり実施した。その結果、高安

定高信頼な UTC（NMIJ)を発生し運用することができ

た。この UTC（NMIJ)を用いて高精度な周波数校正サ

ービスを提供した。特に周波数遠隔校正サービスを通じ

て不確かさの小さいトレーサビリティ体系の実現に貢献

した。遠方の時計の周波数比較技術としては GPS キャ

リアフェーズ法による国際比較の実施を行った。光ファ

イバを用いた比較法においてはマイクロ波による方式に

加え、光キャリア方式による超高精度比較の検討を実施

した。さらに衛星双方向、GNSS、ACES プロジェクト、

VLBI など多彩な技術について関連機関と検討を進めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］時間周波数標準、時系、標準供給、 

GPS、衛星双方向時間周波数比較、遠

隔校正 

 

［テーマ題目4］光波干渉による長さ標準の開発に関す

る研究 

［研究代表者］尾藤 洋一 

（長さ計測科 長さ標準研究室長） 

［研究担当者］尾藤 洋一、平井 亜紀子、 

日比野 謙一、近藤 余範、寺田 聡一、

鍜島 麻理子、堀 泰明、向井 誠二 

（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 短尺ブロックゲージ、長尺ブロックゲージ、標準尺、

光波距離計、平面度などに関して、標準供給と高度化を

実施した。JCSS 制度への協力として、認定・更新審査

における技術アドバイザーの派遣、技術的根拠のための

依頼校正（参照値の付与）を行った。ブロックゲージに

関しては、新規素材の評価を推進した。球面度、フリッ

ク標準機に関しては、新たに校正装置を開発し、依頼校

正サービスを開始した。平面度に関しては、新たな原理

（角度測定方式）に基づく測定装置を開発し、既存の平

面度校正装置を超える測定精度を達成した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ブロックゲージ、段差高さ、標準尺、距

離計、干渉測長器、固体屈折率、長さ標

準、平面度、球面度 

 

［テーマ題目5］幾何学量の高精度化に関する研究 

［研究代表者］阿部 誠 

（長さ計測科 幾何標準研究室長） 

［研究担当者］阿部 誠、渡部 司、藤本 弘之、 

鍜島 麻里子、佐藤 理、近藤 余範、

大澤 尊光、福島 博之、堀口 美央、

増田 眞文、呂 明子 

（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 ステップゲージ、ボールバー、ボールプレート、ホー

ルプレートの校正対象のサイズを拡大した。jcss 校正

「ロータリエンコーダ」を2件行った。依頼試験校正に

ついて、「CMM による幾何形状測定」34件、「ステップ

ゲージ」3件、「ボールプレート・ホールプレート」：1件、

「多面鏡」：3件、「オートコリメータ」：3件の計44件を

実施した。これまで標準供給を宣言した11項目に対して

円滑に標準供給できるように設備及び測定環境を整備し

た。JCSS 認定制度への協力として、認定・更新審査に

おける技術アドバイザーの派遣を行った。また、工業標

準化への協力として ISO 化1件（プロジェクトリーダ）、

JIS 化3件、ISO 原案開発における国際エキスパート、

国内委員会委員等の派遣を行い、JIS 原案開発における

委員等の派遣を行った。ステップゲージについてインド

NPLI の二国間国際比較の幹事国として国際比較を進め

た。二次元グリッドについて標準供給の立ち上げに向け

た技術開発を進めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］幾何寸法・幾何形状、角度標準、座標測

定機、ステップゲージ 

 

［テーマ題目6］ナノメートルスケール寸法・形状標準

の開発に関する研究 

［研究代表者］権太 聡（長さ計測科 ナノスケール標

準研究室長） 

［研究担当者］権太 聡、土井 琢磨、直井 一也、 

三隅 伊知子、菅原 健太郎、堀 泰明、

木下 和人（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 測長型原子間力顕微鏡、走査電子顕微鏡、干渉顕微鏡、

触針式粗さ計などについて、標準供給と高度化を進めた。

依頼試験校正について、「触針式段差・深さ」1件、「線

幅（フォトマスク）」1件、「表面粗さ」1件の計3件を実

施した。これまで標準供給を宣言した8項目に対して円

滑に標準供給できるように設備及び測定環境を整備した。

JCSS 認定制度への協力として、認定・更新審査におけ

る技術アドバイザーの派遣を行った。また、工業標準化

への協力として、ISO 化、JIS 化、JIS 改正作業におけ

る国際エキスパート、国内委員会幹事補佐・委員等の派

遣を行った。ナノ粒径に関するアジア地域の国際比較の

共同幹事国として、最終報告書の策定に向けた測定デー

タの取り扱いの検討を台湾の機関と協力して進めた。線

幅（パターン寸法）については、矩形断面を有するライ

ンパターンの垂直側壁を含む正確な三次元形状を、原子
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間力顕微鏡の特殊な走査法を適用することで実現し、国

際比較への参加の準備を完了した。また、超微細スケー

ルの校正を念頭に、超高分解能レーザ測長技術や小角入

射 X 線回折技術の適用を進めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］微小寸法、微細形状、表面性状、顕微鏡 

 

［テーマ題目7］質量力関連標準の開発と供給 

［研究代表者］上田 和永 

（力学計測科 質量力標準研究室長） 

［研究担当者］上田 和永、孫 建新、植木 正明、 

大串 浩司、水島 茂喜、林 敏行、 

前島 弘、西野 敦洋、小森 昌史 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 質量標準に関しては、多数の校正依頼に対応し着実に

標準供給を行うと共に、微小質量計測の現状と技術開発

の動向を調査した。キログラムの定義改正後に必要とな

る標準器の維持技術の開発に着手した。力標準に関して

は、着実に標準供給を行うと共に、傾斜台を利用した六

分力計の性能評価を試みた。トルク標準に関しては、開

発した小容量10 N･m トルク標準機についてドイツ

PTB との間で国際比較を行い、同等性を確認した。小

容量トルクメータの校正範囲の更なる拡大および小容量

参照用トルクレンチの校正方法の確立に向けた研究を継

続した。重力加速度標準に関しては、基幹国際比較およ

び国土地理院などとの定期的な国内共同観測に参加し、

重力加速度計測の国際整合性確保に協力した。このほか

JCSS トレーサビリティ制度に関しては、質量・力・ト

ルクの各技術分科会に参加し技術基準の作成や改定並び

に技術的諸問題の解決に協力すると共に、校正事業者の

登録審査や定期検査で技術アドバイザーを務めるなど

JCSS 認定機関に協力した。特に今年度は、分銅の2つ

の技能試験プログラムの運営でも技術支援を行い、貢献

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量、力、トルク、重力加速度 

 

［テーマ題目8］圧力真空標準の開発と供給 

［研究代表者］藤井 賢一 

（力学計測科 圧力真空標準研究室長） 

［研究担当者］藤井 賢一、吉田 肇、杉沼 茂実、 

新井 健太、小島 桃子、梶川 宏明、

飯泉 英昭（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 校正事業者登録制度（JCSS）における圧力標準、真

空標準、リーク標準についての特定二次標準器の校正と

依頼試験による校正を進めると共に、各標準の整備と校

正技術の高度化を進めた。国際比較については、国際度

量衡委員会（CIPM）質量関連量諮問委員会（CCM）

の基幹比較及びアジア太平洋計量計画（APMP）の基幹

比較を進め、液体高圧力標準、真空標準、リーク標準な

どの基幹比較を幹事所あるいは参加機関として推進し、

国際同等性を確保した。新たな研究開発については、グ

リーン・イノベーションの実現を支える計量標準として

水素ステーションなどにける圧力計測の信頼性を確保す

るために100 MPa までの気体高圧力標準の開発に継続

して取り組み、液体潤滑法による気体圧力校正装置など

を整備した。また、当研究室で開発した特許技術「標準

コンダクタンスエレメント」を用い、企業との共同研究

によって定量ガス流量導入器を製品化し、ガスバリア膜

のガス透過度評価に貢献した。その他に昨年度からの継

続テーマである気体低圧力標準・液体高圧力標準の開発、

中真空発生方法・分圧発生方法・リーク発生方法につい

ても開発を進めた。リーク標準については He、N2、

R134a についての依頼試験を行い、フロン規制のため

の評価技術の開発に貢献した。JCSS については、圧力

の技術分科会における検討事項の提案、技術的要求事項

適用指針改訂へ協力、校正事業者の登録審査や定期検査

における技術アドバイザーとしての審査への協力、圧

力・真空の技能試験への参照値の提供に係わる協力を行

った。特に組立量としてリーク標準の JCSS を立ち上

げるための準備を行った。技術基準の作成に関しては、

「JIS B 7610重錘形圧力天びん」「JIS Z 0029真空計の

校正値の不確かさ評価」、「JIS Z 2330非破壊試験－漏れ

試験方法の種類と選択」、「JIS Z 2332圧力変化漏れ試験

方法」の原案作成に協力した。また、隔膜真空計と熱陰

極電離真空計の国内外規格の作成に協力した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］圧力標準、真空標準、重錘形圧力天びん、

高精度圧力計、真空計、リーク標準、分

圧標準 

 

［テーマ題目9］質量計の試験検査 

［研究代表者］根本 一 

（力学計測科 質量計試験技術室長） 

［研究担当者］根本 一、福田 健一、大谷 怜志、 

高橋 豊（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 質量計に関する法定計量業務（特定計量器の基準適合

性評価：型式承認試験及び基準器検査）を計量法の技術

基準に基づき実施した。また、OIML 条約に基づく国

際勧告（OIML-MAA）に従い、非自動はかり及び質量

計用ロードセルの性能評価試験を実施し、テストレポー

トの発行を行った。非自動はかりの性能評価を円滑かつ

効率的に行うためのモジュール試験（非自動はかりの指

示計及びロードセル）を実施。また、これらの試験に使

用する設備の整備及び OIML 勧告に従った試験におい

て、品質マネジメントシステム ISO/IEC17025に基づく

機器管理を実施した。 
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 国際法定計量に関し、国際法定計量調査研究委員会、

作業委員会へ積極的に参加・協力し、常に国際基準・規

格に対応するように技術能力の確保に努めた。また、質

量計用ロードセルに関する OIML TC9の国際会議にも

参加・協力した。その他、JIS 規格の改正原案作成委員

会及び計量調査事業（試買品検査）にも参加・協力し、

産業界及び行政機関との連携を図った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］法定計量、型式承認、非自動はかり、 

OIML、基準器検査、天びん、分銅、

NMIJ クラブ、法定計量クラブ 

 

［テーマ題目10］音響・超音波標準の維持、供給及び開

発 

［研究代表者］堀内 竜三（音響振動科 音響超音波標

準研究室長） 

［研究担当者］堀内 竜三、松田 洋一、吉岡 正裕、

高橋 弘宜、内田 武吉、山田 桂輔、

米嶌 和香子（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 音響関連では、音響測定器の jcss 等校正サービスに

ついて、品質システムの継続的運用の下、jcss10件、騒

音基準器検査15件、低周波域でのマイクロホン音圧感度

の依頼試験1件を実施した。製品評価技術基盤機構が実

施した技能試験において、仲介器の参照値付与として3

件の依頼試験（計測用マイクロホン自由音場感度、サウ

ンドレベルメータ自由音場レスポンスレベル、音響校正

器音圧レベル）を実施するとともに、当該技能試験の遂

行に技術アドバイザーとして協力した。JCSS 登録申請

事業者に対しては、3件の登録審査を行った。また騒音

源の定量的評価に不可欠な音響パワーレベル標準を確立

するため、基準音源の校正技術開発を継続した。本年度

は、無響室に板材を敷いて半無響室を構成した際におけ

る床面の音響特性評価を行い、音圧反射率の低下を防ぐ

ため床面重量を増加させた。さらに空中超音波領域（20 

kHz 以上）で用いる WS3マイクロホンの自由音場感度

の校正範囲を可聴域（20 Hz～20 kHz）へ拡張するため、

当該マイクロホンの外径と同径のプリアンプを設計・製

作するとともに、校正値の妥当性評価を開始した。 

 超音波関連では、天秤法による超音波パワー校正、光

干渉法によるハイドロホン感度校正の一次校正、同比較

校正、超音波音場パラメタ校正の各標準を維持し、依頼

試験を継続した。25年度には、超音波パワー校正は2件、

ハイドロホン感度校正は27件、超音波音場パラメタは1

件の依頼試験を実施した。また、医用超音波機器の性能、

安全性評価や産業応用のニーズに応えるため校正範囲の

拡張を進めた。超音波治療器や超音波洗浄機で求められ

る高出力超音波パワー標準として、カロリメトリ法によ

る100 W までの校正装置の開発と、超音波診断におけ

るエコー画像分解能向上のニーズに対応するため、ハイ

ドロホン感度校正の周波数上限を40 MHz に拡張する

研究開発が完了し、26年度より標準供給を開始する予定

である。広帯域医用超音波やソノケミストリで要求され

る低周波数領域のハイドロホン感度校正については、相

互校正法を用いた周波数帯域100 kHz～1 MHz の絶対

校正装置により感度校正された基準ハイドロホンを用い

て、ユーザに標準供給するための比較校正装置の開発を

行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］音圧レベル、標準マイクロホン、空中超

音波、超低周波音、音響パワーレベル、

超音波パワー、超音波振動子、超音波音

圧、ハイドロホン、超音波音場パラメタ 

 

［テーマ題目11］振動衝撃加速度・硬さ標準の維持、供

給及び開発 

［研究代表者］大田 明博 

（音響振動科 強度振動標準研究室長） 

［研究担当者］大田 明博、野里 英明、清野 豊、 

高木 智史、穀山 渉、服部 浩一郎、

石神 民雄、山口 幸夫 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 振動測定は航空宇宙、自動車、建設、プラント、地震

等、広範囲で行われ、その測定に用いられる振動加速度

計は安価で大量の加速度計測を行うのに必要不可欠であ

る。振動加速度計の校正サービス（jcss 校正及び依頼試

験（特殊）;加速度振幅 0.03 m/s2～200 m/s2、振動数

範囲 0.1 Hz～10 kHz、及び、依頼試験（一般）;ピー

ク加速度200 m/s2～5000 m/s2）は、レーザ干渉計と加

振器で構成された校正装置によって行われ、品質システ

ムに則り維持・管理されている。平成25年度の活動とし

ては、校正サービス供給済み範囲に関して品質システム

に即した維持・管理を実施し、jcss 校正1件、依頼試験

（一般）1件を実施した。幹事所として、国際比較

（APMP.AUV.V-K1.1 振動数範囲：40 Hz～5 kHz、
継続中）の結果を取りまとめ、Draft A を提出した。

JCSS 制度における技能試験（振動数範囲：0.1 Hz～
10 kHz、継続中）の結果の取りまとめ及び技術アドバ

イザー業務に協力した。また、衝撃加速度標準について、

ピーク加速度範囲を50 m/s2～10000 m/s2に拡張すると

共に、校正量目として電荷感度校正を新たに追加し、こ

れらに関する品質システムの技術的部分の構築を完了し

た。角振動標準については、試作した校正装置の回転テ

ーブル部分の改良を行い、0.01 %以下程度までの回転

速度変動率を達成すると共に、産業界へ具体的な標準供

給方法となる仲介標準器の開発を行った。 

 硬さ試験は機械部品等の強度特性を簡便に評価できる

工業試験法であり、鉄鋼・自動車・航空を始め、幅広い

産業分野で利用されている。平成25年度の活動としては、
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硬さの国家標準として供給しているロックウェル硬さと

ビッカース硬さに関して、品質システムに即した維持・

管理を実施し、jcss 校正1件、依頼試験（特殊）1件を実

施した。また、硬さ校正事業者の認定にかかわる技術ア

ドバイザー業務を行った。ロックウェル硬さ B スケー

ル標準に関して30 HRB～90 HRB の範囲で鋼球圧子お

よび超硬球圧子を使用した場合での硬さ値の差のデータ

を収集し、不確かさ評価を行った。ロックウェル硬さ C
スケールのダイヤモンド圧子形状の直接検証について、

測定機の分解能向上の検討を進め、垂直方向、水平方向

ともに1 nm の分解能を達成した。 

 シャルピー衝撃試験は破壊強度（特に遷移温度）を測

定する材料試験法として、産業界で広く用いられている

ものである。金属材料のシャルピー衝撃試験の標準は当

研究室で維持されており、依頼試験を通じて産業界に供

給されている。平成25年度は、標準値維持のための比較

測定を行い標準機3台の整合性確認を行い、JIS B7740

基準試験機の依頼試験を1件実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］振動加速度、衝撃加速度、地震計、振動

試験、レーザ干渉計、金属材料、材料試

験、ロックウェル硬さ、ビッカース硬さ、

極微小硬さ、ナノインデンテーション、

衝撃値、シャルピー衝撃試験、吸収エネ

ルギー、遷移温度、脆性、材料試験 

 

［テーマ題目12］抵抗温度計標準の維持供給及び高度化

効率化 

［研究代表者］山澤 一彰 

（温度湿度科 高温標準研究室長） 

［研究担当者］山澤 一彰、丹波 純、 

Januarius V. Widiatmo、佐藤 公一、

原田 克彦、三澤 哲郎、斉藤 郁彦、

安曽 清（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 供給中の抵抗温度計の温度範囲-40 ℃～420 ℃につい

ては特定副標準器等の、660 ℃アルミニウム点において

は特定二次標準器の校正を行った。-40 ℃～420 ℃まで

の国際基幹比較（CCT-K9）に参加し、幹事機関（米国

NIST）に測定データの提出を行った。豪州との銀凝固

点の2国間国際基幹比較の測定結果の解析を行った。熱

力学温度計である音響気体温度計（Acoustic Gas 
Thermometer）の装置開発において、電磁波共振を利

用した共鳴器の体積の精密測定系を構築した。表面温度

計の校正を行うための基準熱盤の表面温度の推定の不確

かさを評価した。JCSS 認定制度を支援するため、技術

アドバイザーの派遣を行った。計量技術の普及、向上の

ため計量教習に講師派遣を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準、温度、抵抗温度計、温度定点、校

正技術 

 

［テーマ題目13］熱電対標準の技術開発 

［研究代表者］山澤 一彰 

（温度湿度科 高温標準研究室長） 

［研究担当者］山澤 一彰、井土 正也、小倉 秀樹、

増山 茂治、黄 毅 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 熱電対校正用温度定点の銀点（ 962 ℃）、銅点

（1085 ℃）、パラジウム点（1554 ℃）において特定二

次標準器の jcss 校正、及び技能試験参照値の供給を行

った。また、技能試験での活用を念頭にコバルト－炭素

（Co-C）共晶点での校正対象を R 熱電対に拡大した依

頼試験（特殊）を開始した。ロジウム－炭素共晶点

（1657 ℃）の製作に着手した。不均質評価装置を利用

して、白金／パラジウム（Pt/Pd）熱電対およびＲ熱電

対のドリフトや不均質などの特性を評価すると共に、ロ

ットの異なる R 熱電対の0 ℃～1100 ℃での補間特性を

評価した。ルテニウム－炭素（Ru-C）共晶点（1953 ℃）

実現装置を用い、タングステン－レニウム（W-Re）熱

電対である Type C 熱電対の安定性評価を行い、国際会

議にて発表した。また、民間企業との共同研究で、イリ

ジウム－ロジウム熱電対の Ru-C 共晶点における特性を

評価した。金／白金（ Au/Pt ）熱電対国際比較

（APMP.T-S5）の最終報告書が公表された。Co-C 共晶

点の国際比較（APMP.T-S7）については他国の測定結

果待ちの状態にある。スウェーデン、豪の標準機関と、

熱電対校正用 Co-C 共晶点、パラジウム－炭素（Pd-C）

共晶点(1492 ℃)の共同研究を進め、国際会議にて発表

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準、温度、熱電対、共晶点、校正技術 

 

［テーマ題目14］低温度標準の研究開発と維持・供給 

［研究代表者］中野 享 

（温度湿度科 低温標準研究室長） 

［研究担当者］田村 收、中野 享、島﨑 毅、 

中川 久司、鷹巣 幸子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 アルゴンの三重点（84 K）で特定二次標準器（ロン

グステム型白金抵抗温度計）の校正を行った。カプセル

型白金抵抗温度計の標準供給については、54 K までの

温度領域の依頼試験を行った。震災後に停止していた気

体温度計を復旧させ、これに関連する14 K～25 K まで

のカプセル型白金抵抗温度計の標準供給と、0.65 K～

25 K のロジウム鉄抵抗温度計の標準供給を再開した。

さらに0.65 K～25 K の校正対象を白金コバルト抵抗温

度計へ拡大した。ネオンの三重点（25 K）の同位体依
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存性測定の国際比較及び CCT-K1.1（0.65 K～25 K）

の基幹比較を継続した。国際基幹比較 CCT-K9では、ア

ルゴンの三重点（84 K）での測定結果を提出した。極

低温抵抗温度計標準供給の立ち上げに必要な核断熱冷凍

機の立ち上げを行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］1990年国際温度目盛、PLTS-2000、熱 

力学温度、白金抵抗温度計、気体温度計、

温度定点、蒸気圧温度計、3He ジュー

ルトムソン冷凍機 

 

［テーマ題目15］放射温度標準の研究開発と供給 

［研究代表者］山田 善郎 

（温度湿度科 放射温度標準研究室長） 

［研究担当者］山田 善郎、笹嶋 尚彦、清水 祐公子、 

福崎 知子、山口 祐、金子 由香、 

王 云芬、皆広 潔美 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高温域においては、不確かさの低減と測定の効率化を

目指して開発した小型定点黒体炉を、特定標準器として

登録して運用を開始し、これを用いて特定副標準器の定

点黒体（亜鉛、アルミ、銀、銅）の校正を実施した。金

属－炭素系高温定点については、豪州標準研（NMIA）

との共同実験として Co-C および Pd-C 共晶点セルの比

較評価を行い、また、アジア太平洋地域の標準研究所と

のプロジェクトとして WC-C 包晶点セルの国際比較、

及び Ru-C 共晶点セルの持ち回り測定を行った。中温域

においては、160 ℃～960 ℃の温度域における1.6 µm
単色放射温度計の依頼試験を実施した。また、160 ℃～

500 ℃の温度域における、赤外放射温度計の新たな校正

サービスに向けた高放射率黒体炉の技術開発を行った。

常温域においては、常温域黒体炉、赤外放射温度計の依

頼試験を行った。熱力学温度測定技術に関し、絶対分光

応答度評価技術の高度化に取り組んだ。JCSS 制度の運

営に関し、現行の2500 ℃から2800 ℃への温度域拡張と

常温域の新たな JCSS 校正開始の準備を整え、また、

非接触温度計分野の技術アドバイザー等による支援を行

った。国際的には国際度量衡委員会のもとのワーキング

グループ活動として960 ℃から3000 ℃の新たな基幹比

較の立案に貢献した。アジア太平洋地域における156 ℃

から2800 ℃までの基幹比較・補完比較を幹事機関とし

て開始したほか、海外の国家計量標準機関の CMC レビ

ュー作業等に貢献した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射温度標準、JCSS、依頼試験、放射

温度計、黒体炉、金属－炭素共晶、高温

定点 

 

［テーマ題目16］気体中水分の計測・制御技術に関する

研究開発 

［研究代表者］阿部 恒 

（温度湿度科 湿度標準研究室長） 

［研究担当者］阿部 恒、天野 みなみ、橋口 幸治、

丹羽 民夫、北野 寛 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体製造や次世代のハイテク材料の性能評価等で必

要とされる、気体中微量水分の標準発生技術の開発を進

めている。窒素ガスに対する微量水分標準は既に確立し

ているが、これをさらに他のガス種へと展開するため、

拡散管方式に基づく微量水分発生装置の開発を進めてお

り、本年度は拡散管方式微量水分発生槽の開発と評価を

行った。キャビティリングダウン分光法に基づく高感度

微量水分測定システムの高感度化を進め、ノイズの標準

偏差100 pmol/mol (ppt) を達成した。 

 湿度標準供給については範囲拡大と効率化の研究を進

めている。高湿度領域露点95 ℃～-10 ℃、低湿度領域

露点 -10 ℃～ -70 ℃、微量水分領域 1.2 µmol/mol 
(ppm) ～12 nmol/mol (ppb) の範囲で安定的な標準

供給を実施しており、本年度の校正件数は27件だった。

JCSS 制度の運営支援のため、技術アドバイザーを派遣

した。APMP.T-K8（露点95 ℃～30 ℃）の幹事機関と

して活動している。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］湿度、高湿度、低湿度、微量水分、拡散

管、露点、物質量分率(モル分率) 

 

［テーマ題目17］気体流量・気体流速標準の研究開発・

維持・供給 

［研究代表者］石橋 雅裕 

（流量計測科 気体流量標準研究室長） 

［研究担当者］石橋 雅裕、栗原 昇、森岡 敏博、 

舩木 達也、岩井 彩、櫻井 真佐江 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 気体小流量、気体中流量、微風速、気体中流速の各標

準の品質システムに関し、品質システムに従って維持、

供給を行った。気体中流速に関する基幹国際比較 CCM-
K3に参加し、LDV および超音波風速計トランスファー

の測定を行った。新規の標準として、2014年度中の設定

完了を目指し、水素ガス・都市ガス流量標準の設定、お

よび大流速標準の設定を進めた。前者では、水素ガス用

実用標準機の値付けを行い、後者では、気体中流量標準

を基準として流速に変換するシステムを完成させた。ガ

スメーターの JIS 改訂への技術的支援、気体流量計の

校正に関する JIS 改正、天然ガス計量に関する JIS 改

正を進めた。特定標準器による校正、依頼試験を行い、

技術アドバイザーとして製品評価技術基盤機構が行う校

正事業者の認定審査に参加し、外国 NMI のピアレビュ
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ーも行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］気体流量・気体流速標準 

 

［テーマ題目18］液体流量体積標準の研究開発・維持・

供給 

［研究代表者］寺尾 吉哉 

（流量計測科 液体流量標準研究室長） 

［研究担当者］寺尾 吉哉、嶋田 隆司、土井原 良次、

古市 紀之、Cheong KarHooi、 

長島 豊、武田 一英、渡部 理夫、 

沼口 昌美、矢島 美代子、菱沼 裕子 

（常勤職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 水流量については、従前と同じく0.005～3000 m3/h
の範囲で特定標準器による校正、0.002～12000 m3/h の

範囲で依頼試験を行った。石油流量標準については、

0.1～300 m3/h 並びに0.022～67 kg/s の範囲に対して灯

油及び軽油を使用した特定標準器による校正並びに依頼

試験を行い、 0.001～ 0.1 m3/h 並びに 2.2×10-4～

2.2×10-2 kg/s の範囲に対して灯油及び軽油を使用した

依頼試験を行った。また、0.1～15 m3/h 並びに0.022～

3.4 kg/s の範囲に対しては、スピンドル油を使用した

依頼試験を行った。さらに、体積標準を維持した。また、

技術アドバイザーとして製品評価技術基盤機構が行う校

正事業者の認定審査に参加した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］液体流量標準、石油流量標準、体積標準 

 

［テーマ題目19］特定計量器の適合性評価に関する研究

開発・試験検査 

［研究代表者］森中 泰章 

（流量計測科 流量計試験技術室長） 

［研究担当者］森中 泰章、伊藤 武、安藤 弘二、 

藤本 安亮、菅谷 美行、堤 寛子、 

宮澤 豊（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度に引き続いて型式承認試験（30型式）及び

基準器検査（279件）を実施した。OIML R49（水道メ

ーター）の依頼試験を立ち上げ、業界説明会を開催した

上で、試験業務を開始した。国際勧告である OIML 
R117（自動車等給油メーター）のテストレポートを3件

発行した。さらに、OIML R117の国際会議等に参加し、

国際勧告への日本意見の反映に努めた。ガスメーターの

JIS 原案を1本作成した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］特定計量器の適合性評価、OIML、JIS 
 

［テーマ題目20］固体熱物性標準の整備 

［研究代表者］山田 修史 

（材料物性科 熱物性標準研究室長） 

［研究担当者］山田 修史、渡辺 博道、 

阿子島 めぐみ、八木 貴志、 

阿部 陽香、山下 雄一郎 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 固体材料を対象とした熱物性（熱膨張率、熱拡散率、

熱伝導率、比熱容量および薄膜熱物性など）に関する供

給中の依頼試験および標準物質などの項目に関して外部

へは遅延のない供給業務を遂行するとともに、それらの

供給項目について NMIJ の品質システムに基づいた内

部監査や校正設備の管理を実施し品質の維持管理を確実

とした。熱拡散率標準の供給において、依頼試験での試

験対象器物を従来の等方性黒鉛から黒色試験片全般とす

ることにより適用範囲の拡張を図った。供給中の認証標

準物質である NMIJ CRM 5803-a（熱膨張率測定用単

結晶シリコン（低温））および CRM 5804-a（熱拡散率

測定用等方性黒鉛）に関して有効期間の5年延長を行っ

た。標準物質 RM1401-a（等方性黒鉛）についても同様

に有効期間の延長を行った。また、新規認証標準物質

CRM 5805-a（熱膨張率測定用高純度銅）を開発した。

熱流密度標準の新規供給に向けて校正システムの構築を

進めると共に、その他各標準供給項目に関しての継続的

な研究開発による校正技術の改良と高度化、不確かさの

検証と低減化を進めた。熱物性関連の計測規格および標

準化に関して、2色放射温度計測に関する JIS 測定規格

委員会、低熱伝導率材料の熱伝導率測定法の標準化委員

会、遮熱コーティングの熱伝導率測定の ISO 化に係る

委員会、薄膜熱拡散率測定法の ISO 規格化に関する国

内審議委員会などに参画した。国際比較関連として、

2013年8月に TEMPMEKO 2013にあわせて開催された

測温諮問委員会熱物性作業部会（CCT-WG9）において

レーザフラッシュ法による熱拡散率測定に関す CMC 
Review Protocol 案を提案した。また、Pilot を務める

Supplementary Comparison を APMP. T-S9に関して

2013年11月に Taipei, Taiwan で開催された APMP TCT 
meeting において作業進捗を報告した。分散型熱物性デ

ータベースに関して、不確かさが評価された計測装置に

よる信頼性の担保された熱物性データを13件追加登録し

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］固体熱物性標準、標準物質、熱膨張率、

熱拡散率、熱伝導率、比熱容量、薄膜熱

物性、熱物性データベース 

 

［テーマ題目21］密度・屈折率・粘度標準の開発と供給

に関する研究 

［研究代表者］藤田 佳孝 

（材料物性科 流体標準研究室長） 

［研究担当者］藤田 佳孝、菜嶋 健司、早稲田 篤、
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倉本 直樹、竹中 正美、粥川 洋平、 

山本 泰之、狩野 祐也 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 密度・屈折率標準については、標準供給では固体密度

に関する jcss および依頼試験による校正4件を実施した。

次世代計量標準の開発では、参加しているアボガドロ国

際プロジェクトおよび欧州計量研究プログラム

（EMRP）の定期会合に出席し、プロジェクト参加機

関によるシリコン28同位体濃縮結晶球体の持ち回り測定

スケジュールの協議を行い測定実施に向けた調整に至っ

た。プロジェクトにおける同位体濃縮シリコン球体の密

度絶対測定高精度化に必要となる球体体積測定のための

光波干渉計の測定精度を目標である2×10-8まで高める

とともに、併せて必要となる球体表面酸化膜厚さ評価の

ための分光エリプソメーターの整備を進め、次年度予定

されている産総研における同位体濃縮シリコン球体測定

体制の準備を整えた。標準液校正による海水密度標準供

給を目的として液中秤量法による水溶液密度の精密校正

技術を開発し、目標とする拡張不確かさである約1 

ppm での密度測定が可能となることを確認し、依頼試

験による校正サービスを開始した。高温ヒートポンプ性

能評価に需要のある流体 PVT 性質の校正サービス開始

に向けて、磁気式密度計の高温・高圧化拡張の整備を進

めた。外気に触れることなく低露点・低酸素環境下密度

測定が可能な測定系を構築し、バイオ燃料の品質管理に

必要な認証標準物質に対する密度校正の依頼試験を開始

した。JCSS 制度への協力として登録審査における技術

アドバイザーや適用指針改定に対応した。粘度標準につ

いては、依頼試験による粘度標準液校正10件を実施する

とともに、バイオ燃料認証標準物質に対する均質性・安

定性評価を含めた粘度校正を開始した。非ニュートン流

体の粘度校正に向けた開発では、標準物質供給に向けた

候補物質探索を進め、食品産業を視野に増粘多糖類水溶

液等の開発および試作品に対する回転粘度計による流動

特性・安定性の評価を行うとともに、校正装置である並

進円筒落下装置の高精度化のための改良を進めた。粘度

の国際基準値である水の粘度の見直しに向けた落球法に

よる絶対測定技術の開発については、継続している落球

落下速度に対する円筒型試料槽境界の影響補正のための

円筒内径可変機構の構築において、懸案課題であった狭

い空間での機構駆動方式に目途を立てた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］密度、密度標準、シリコン結晶、密度標

準液、PVT 性質、屈折率、キログラム、

再定義、アボガドロ定数、格子定数、モ

ル質量、粘度、粘度標準、粘度標準液、

細管粘度計、回転粘度計、非ニュートン

流体、落球法、粘度の絶対測定 

 

［テーマ題目22］応用電気標準の開発と高度化に関する

研究 

［研究代表者］藤木 弘之（電磁気計測科 応用電気標

準研究室長） 

［研究担当者］藤木 弘之、岩佐 章夫、山田 達司、

坂本 憲彦、昆 盛太郎、天谷 康孝、

林 誠二郎、勝目 真弓 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 誘導分圧器標準、交流電流比標準、高調波電圧電流

標準、交流シャント標準 

 誘導分圧器標準について4件の特定二次標準器等の

校正、3件の依頼試験、交流電流比標準について1件の

特定二次標準器の校正、4件の依頼試験を行った。交

流シャント標準について次年度以降10 kHz までの拡

大に向けて、研究開発を進めた。高調波電圧電流標準

についてニーズ調査を行い、パワーアナライザ校正へ

の検討を行った。 

(2) AC/DC 標準、交流電圧標準 

 AC/DC 標準について、5件の特定副標準器の校正、

3件の jcss 校正、及び1件の所内校正を行った。また、

電力量標準で用いられる交直電圧比較装置の3件の依

頼試験を行った。また、次年度以降の電流範囲拡大に

向けて研究開発を進めた。電流用の薄膜型サーマルコ

ンバータを試作し、交直差特性の評価を行った。交流

電圧標準については、電圧の供給範囲を拡大した。次

年度以降の周波数範囲拡大に向けて研究開発を進めた。

交流プログラマブルジョセフソン電圧標準システムに

よるサンプリング測定回路を試作した。 

(3) 中容量キャパシタンス標準、インダクタンス標準、

蓄電池・電力貯蔵キャパシタ標準 

 中容量キャパシタンス標準及びインダクタンス標準

について、1件の技能試験及び1件の依頼試験を行った。

また、次年度以降の供給開始に向け、蓄電池・電力貯

蔵キャパシタ標準の研究開発を進めた。蓄電デバイス

内部のインピーダンスの周波数依存性の測定が可能な

装置を設計、試作した。特に、大容量の蓄電デバイス

評価を目的とした、1 mΩレンジの低インピーダンス

値を高精度に測定可能な装置の開発を行った。この装

置で、1 mΩ以下の大規模蓄電池群を用いた実証実験

を行うとともに、不確かさ評価を進めた。 

(4) 直流電圧計用標準 

 液体ヘリウムフリーな直流電圧計校正装置を直流電

圧発生器の校正にも兼用できるように、移管を完了し

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］応用電気標準、実用電気標準、直流電圧、

誘導分圧器、変流器、交流電圧、中容量、

インダクタンス 
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［テーマ題目23］量子電気標準の開発と高度化に関する

研究 

［研究代表者］金子 晋久（電磁気計測科 量子電気標

準研究室長） 

［研究担当者］金子 晋久、福山 康弘、浦野 千春、

堂前 篤志、丸山 道隆、大江 武彦、

中村 秀司、飯田 保、渡辺 幸次、 

吉田 俊介、秋山 美郷 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 直流抵抗標準 

 直流抵抗標準について17件（jcss11、依頼2、所内2、

科内2）の特定二次標準器等の校正を行った。また、

25 Ω、100 Ω、10 kΩの QHR 直接校正の jcss 化を

行った。次世代二次標準器として利用できる超安定小

型100 Ω と10 Ω 標準抵抗器の開発を終了し、共同研

究先より販売が開始されている。他の抵抗値について

も同様な抵抗器を開発し、評価中である。次世代量子

ホール効果抵抗標準として、量子ホール抵抗アレイデ

バイスを作製し、従来素子との整合性を10 ppb 以下

で確認している。次世代の量子抵抗標準の材料として

注目されているグラフェンの基礎研究をナノエレクト

ロニクス研究部門および米国国立標準研究所（NIST）
と共同で行っている。また、名古屋大学と共同で、次

世代抵抗器に用いるための材料の基礎物性研究・開発

も行っている。 

(2) 直流電圧標準 

 直流電圧標準について、6件の特定二次標準器等の

校正を行った。システムの近代化に向け必要機材を整

備し更新中である。液体ヘリウムフリーなプログラマ

ブルジョセフソン電圧標準システムによる校正を可能

にするための開発を完了し、標準供給に供与できる体

制を整えつつある。次世代の高安定なツェナー標準電

圧発生器の開発を企業と共同で行っており、測定系の

改良とツェナー素子の経年特性の評価を継続中である。 

(3) 交流抵抗標準、キャパシタンス標準 

 キャパシタンス標準について4件の特定二次標準器

の校正、交流抵抗標準について2件の特定二次標準器

の校正および1件の依頼試験を行った。次世代二次標

準器として利用できる1 kΩ標準抵抗器の開発におい

て、交流の見地から精密評価を行い、それが優れた周

波数特性および位相角特性をもつことを明らかにした。

また、抵抗値の長期安定性および温度依存性の評価を

外部機関と共同で行っている。 

(4) 交流ジョセフソン電圧標準 

 次世代交流ジョセフソン電圧標準として、プログラ

マブル駆動ジョセフソン電圧標準、パルス駆動ジョセ

フソン電圧標準について研究開発を進めている。前者

は、主に低周波領域の交流電圧標準として応用電気標

準研究室と共同研究を行っている。これまでに、実効

値で3 V までのサンプリング測定と、10 V 以上の出

力電圧を得るための素子改良に成功した。後者につい

ては、商用周波数から1 MHz の周波数範囲で任意波

形の発生に成功している。この方法で発生した量子電

圧雑音を基準として、ジョンソンノイズを精密に測定

することにより、ボルツマン定数を再定義する研究を

温度湿度科と共同で行っている。平成24年度まで問題

となっていた外来の不要信号の除去に成功し、ボルツ

マン定数の精密測定に向けて大きく前進した。これら

の研究において、そのジョセフソン素子はナノエレク

トロニクス部門との共同開発である。 

(5) 電流標準 

 直流量子電流の標準を開発している。NEC／理研

グループ、フィンランド国立標準研究所（MIKES）
と共同し、電子ポンプ素子として超伝導／絶縁体／常

伝導／絶縁体／超伝導の接合素子（SINIS 型素子）

等を開発している。この素子の特徴は安定な高速動作

が可能な点である。本年度は、SINIS 型素子による

電流生成を安定する新規手法を開発し、その物理的起

源を数値計算によって明らかにした。また、半導体二

次元電子系による単電子ポンプの研究もスタートした。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］量子電気標準、直流抵抗、交流抵抗、直

流電圧、交流電圧、電流標準、キャパシ

タンス、量子ホール効果、ジョセフソン

効果、単電子トンネリング効果 

 

［テーマ題目24］高周波計測標準に関する研究 

［研究代表者］島田 洋蔵 

（電磁波計測科 高周波標準研究室長） 

［研究担当者］島田 洋蔵、島岡 一博、 

Widarta P Anton、岸川 諒子、 

飯田 仁志、堀部 雅弘、木下 基、 

吉本 礼子、小寺 眞理子 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 高周波標準に関する校正業務では、高周波電圧に関す

る jcss 校正を1件実施した。高周波電力については、

jcss 校正を14件、依頼試験を7件、技能試験および依頼

試験（特殊）を2件、それぞれ実施した。高周波減衰量

については、ピストン減衰器に関する jcss 校正を1件、

同軸可変減衰器に関する jcss 校正を9件、依頼試験を3

件、所内校正を4件、導波管可変減衰器に関する依頼試

験を1件、所内校正を1件、それぞれ実施した。高周波イ

ンピーダンスについては、jcss 校正を21件、依頼試験を

14件、所内校正を39件、それぞれ実施した。また、標準

開発においては、電力標準に関し、110 GHz～170 

GHz 帯の標準供給を新たに開始した。高周波インピー

ダンス標準に関し、PC3.5同軸の30 kHz～1 GHz への

周波数範囲の拡張のため、新たな参照標準器を開発し、
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精度評価を完了して、標準供給を開始した。同軸減衰量

標準では、高周波受信システムの改良を行い、40 GHz
～50 GHz 帯への拡張を完了した。導波管減衰量標準で

は、75 GHz～110 GHz 帯への拡張開発を進めた。雑音

標準では、新たに開発した評価手法に基づき標準雑音源

の独自化技術の開発を推進した。テラヘルツ帯標準では

時間領域分光測定システムの精度評価のため、新しい直

線性評価デバイスの新規開発、テラヘルツ帯電力センサ

のプロトタイプの開発を行った。国際比較について、高

周波インピーダンスに関する CCEM 国際比較および高

周波電力に関する APMP 国際比較をパイロットラボと

して推進するとともに、高周波誘電率に関するパイロッ

トスタディのための準備を進めた。オープンラボおよび

成果発表会において実験室公開を実施し、高周波電気量

の基本量である高周波標準に関する校正設備を紹介する

など成果普及を行った。高周波クラブを3回開催し高周

波標準の普及促進に努めるとともに、うち1回はタイで

の RF セミナーとして開催し、高周波標準計測技術の

ASEAN 諸国への普及を推進した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］高周波、マイクロ波、ミリ波、電波、信

号伝送線路、電力計、減衰器、雑音源 

 

［テーマ題目25］電磁界・アンテナ計測標準に関する研

究 

［研究代表者］黒川 悟 

（電磁波計測科 電磁界標準研究室長） 

［研究担当者］黒川 悟、廣瀬 雅信、森岡 健浩、 

石居 正典、飴谷 充隆、加藤 悠人、

関川 晴子、山崎 芳樹、柿本 優 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイポールアンテナについて30 MHz～2 GHz の周

波数範囲におけるアンテナ係数の校正サービスを行った。

ループアンテナについて20 Hz～30 MHz の周波数範囲

における磁界アンテナ係数の校正サービスを行った。50 

Hz 並びに60 Hz の磁界強度標準の校正サービスを行っ

た。EMI 規制測定用の1 GHz～6 GHz の広帯域ホーン

アンテナであるダブルリッジドアンテナの校正サービス

を行った。50 GHz～110 GHz のミリ波帯標準ホーンア

ンテナに関するアンテナ利得校正サービスを実施した。

1 GHz～6 GHz、50 GHz～110 GHz のホーンアンテ

ナ利得およびパターン標準について、光デバイスを用い

た測定技術の研究開発を推進した。30 MHz～1 GHz
の EMI 測定用広帯域アンテナのアンテナ係数校正サー

ビスについては、震災等により破損した設備等の改修が

完了し、平成26年度内の校正再開の準備を行った。電界

標準については、震災等により破損した設備改修が完了、

新たな電波暗室も完成し、校正システムの再構築を最優

先に進め、平成26年度に標準供給が可能となるよう準備

を行った。新しいアンテナ計測技術として光電界センサ

を用いた測定システムの研究開発を推進した。さらに、

EMI 測定用電波暗室の妥当性評価手法の開発を行い、

17公設研究機関との比較試験を実施するとともに、東北

復興支援のために東北4公設研究機関との暗室性能評価

に関する共同研究を継続して実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］マイクロ波、ミリ波、アンテナ、アンテ

ナ係数、アンテナ利得、電界、磁界 

 

［テーマ題目26］レーザ標準の開発と供給 

［研究代表者］座間 達也 

（光放射計測科 レーザ標準研究室長） 

［研究担当者］座間 達也、福田 大治、雨宮 邦招、

沼田 孝之、田辺 稔、（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 空間系のレーザパワーについては jcss 校正を4件、依

頼試験校正5件、光減衰量（光ファイバ系レーザの応答

非直線性）については jcss 校正2件、依頼試験校正5件

を実施した。空間系レーザに関しては、1064 nm での

応答度評価方法構築による二次元検出器校正技術の確立、

800 nm 帯高出力 LD に対する標準器評価方法構築によ

る光パワーメータ感度校正技術の確立を行い、これらの

依頼試験を開始した。光ファイバ系レーザに関しては、

カロリメータ吸収体反射率の入射波長一様性を評価し、

1310 nm・1550 nm 帯パワーメータ校正・校正係数波

長依存性試験を開始した。光パワーメータ応答直線性校

正の波長範囲拡張に関しての検討・評価を進め、高速・

高感度検出が可能な広波長帯域常温動作熱型光パワー標

準器に関しては、標準器試作と特性評価を行った。国際

比較に関しては、可視域レーザパワー（APMP.PR-S5）
の幹事研究所として実施を主導し、ハイパワー国際比較

Euromet.PR-S2 part2（1.06/10.6µm、100～1000W）

参加に向けた準備を進めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］レーザパワー、光ファイバ 

 

［テーマ題目27］光放射標準の開発と供給 

［研究代表者］座間 達也 

（光放射計測科 光放射標準研究室長） 

［研究担当者］座間 達也、市野 善朗、蔀 洋司、 

神門 賢二、木下 健一、丹羽 一樹、

中澤 由莉、齊藤 一朗、塚田 勇二 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 分光応答度 jcss 校正3件、依頼試験15件、分光放射照

度 jcss 校正3件、依頼試験2件、分光拡散反射率依頼試

験2件、照度応答度依頼試験1件を実施した。分光全放射

束標準の校正技術を確立し、依頼試験特殊を開始すると

共に、赤外域での分光拡散反射率の校正技術を確立し、
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依頼試験を開始した。紫外域での高強度 LED 全放射束

標準確立に向けたアパーチャ検討と不確かさ評価、予備

測定、点灯安定性評価等を通じ、光源及び光学系の整

備・最適化を進め、分光放射照度（紫外）の短波長域へ

の校正範囲拡張に向けた最適化、分光応答度(紫外、可

視、近赤外)の校正範囲拡張（オーバーフィル条件）に

向けた光学系整備・ビーム均整度改善を進めた。国際比

較の内、CIPM 基幹比較に関しては、全光束（CCPR-
K4）の幹事国として当該国際比較開始に向けた参加国

との諸調整を進め、光度（CCPR-K3）に関する測定の

実施、分光応答度（CCPR-K2.a, -K2.b）への参加に

向けた準備を進めた。APMP 基幹比較では、光度

（CCPR-K3.a にリンク）の幹事国として仲介器巡回を

実施した。併せて LED 電球・照明等に関する試験方法

や試験所認定等で利用される技能試験の国際的調和を目

指して国際エネルギー機関（IEA）が開始した IEA 4E 

SSL Annex 活動に協力し、当該 Annex 技能試験の国内

プロバイダとして、参加希望国内事業者に対する技能試

験を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］測光・放射測定 

 

［テーマ題目28］医療・産業・先端研究等における放射

線標準の開発・供給・維持 

［研究代表者］齋藤 則生 

（量子放射科 放射線標準研究室長） 

［研究担当者］齋藤 則生、黒澤 忠弘、森下 雄一郎、

加藤 昌弘、田中 隆宏、清水 森人、

能田 理恵子、永沼 あき 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 マンモグラフィ X 線標準に関して、W/Rh, W/Ag, 
W/Al 線質の標準供給を開始した。医療用リニアック高

エネルギー光子線の水吸収線量標準を開発し、オースト

ラリアと2国間比較を行った。震災復興支援に関連して、

環境レベル低線量率 γ 線の線量標準を確立するととも

に、中硬 X 線の線量当量標準の供給を開始した。β線

標準について、目のがん治療に用いられる Ru-106密封

小線源の水吸収線量標準を確立するとともに、β 線組

織吸収線量の APMP 国際比較をパイロットラボとして

遂行した。また、常温で動作する X 線自由電子レーザ

用のカロリメータの開発に成功した。放射線線量計の校

正に関して、jcss14件（γ 線10件、水吸収線量1件、中

硬 X 線1件、軟 X 線1件、β 線1件）、依頼試験43件（γ

線24件、水吸収線量7件、中硬 X 線6件、軟 X 線2件、β

線4件）行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］線量標準、軟 X 線、中硬 X 線、γ線、

β線、水吸収線量、医療用リニアック、

X 線自由電子レーザ 

［テーマ題目29］放射能特定標準器群の維持・向上、お

よび中性子標準の開発・供給 

［研究代表者］柚木 彰（量子放射科 放射能中性子標

準研究室長） 

［研究担当者］柚木 彰、原野 英樹、佐藤 泰、 

松本 哲郎、海野 泰裕、増田 明彦、

瓜谷 章、河田 燕、山田 崇裕 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 放射能標準に関して、放射性セシウムを含む玄米の標

準物質を利用し、国内測定機関を対象とした技能試験を

展開した。国際比較では、前述の玄米標準物質を用いた

国際比較（APMP.RI(II)-S3.Cs-134.Cs-137）及び Fe-
59放射能測定国際比較（APMP.RI(II)-K2.Fe-59））を

パイロットラボラトリとして進めた。校正サービスにつ

いては、依頼試験46件を実施した。 

 中性子標準に関して、重水減速 Cf-252中性子フルエ

ンス標準を立ち上げた。JAEA-TIARA の施設を利用し

た高エネルギー中性子フルエンス率標準は、2014年度立

ち上げに向けて開発を継続した。国際比較については、

連続スペクトル中性子標準の国際比較（APMP.RI(III)-
S1）、速中性子フルエンス標準の国際比較（CCRI(III)-
K11）に参加し、パイロットラボラトリに報告書を提出

した。校正サービスについては、計量法に基づく特定二

次標準器の校正4件、依頼試験1件を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射能、中性子フルエンス、特定二次標

準器、国際比較 

 

［テーマ題目30］無機標準物質に関する研究 

［研究代表者］三浦 勉 

（無機分析科 無機標準研究室長） 

［研究担当者］三浦 勉、野々瀬 菜穂子、大畑 昌輝、

鈴木 俊宏、朝海 敏昭、 

チョン 千香子、和田 彩佳、 

山内 喜通、城所 敏浩、石澤ゆかり 

（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 平成25年度は、B、Se、Te 標準液の3種類の金属標準

液を新規認証標準物質として開発した。Si 標準液の開

発のために原料物質の純度決定および濃度測定法の開発

を継続した。JCSS 基準物質として金属標準液認証標準

物質33試料を指定校正機関に継続して供給した。海水栄

養塩分析用標準物質（3水準）の均質性及び安定性評価

を行って特性値を決定し、新規認証標準物質として開発

した。また、鉛フリーはんだ候補標準物質2種類のディ

スクについて蛍光 X 線分析法等による均質性・安定評

価を継続した。計測標準研究部門量子放射科及び（独）

農研機構食品総合研究所と共同で放射性セシウム分析用

玄米認証標準物質の第2ロットを開発した。3件の
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CCQM 国際比較に参加した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］無機標準物質 

 

［テーマ題目31］pH および電気伝導度の標準確立 

［研究代表者］三浦 勉 

（無機分析科 無機標準研究室長） 

［研究担当者］三浦 勉、鈴木 俊宏、朝海 敏昭、 

Maksimov Igor、大沼 佐智子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 Harned セル法による pH 測定システムの改良を引き

続き進めた。このシステムを用いて6種類の pH 緩衝液

に対しての保存安定性の測定を継続した。pH 標準液認

証標準物質17試料を、JCSS 基準物質として指定校正機

関に継続して供給した。電気伝導度セルの設計試作を行

い、温度制御ほかの基礎検討を続けた。pH・電気伝導

度関連の CCQM 国際比較（CCQM-K99 りん酸塩緩衝

液、CCQM-K105 海水の電気伝導率測定、APMP.QM-
K19ほう酸塩緩衝液）に参加した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］pH 標準 

 

［テーマ題目32］環境分析用組成標準物質および微量分

析技術に関する研究 

［研究代表者］黒岩 貴芳 

（無機分析科 環境標準研究室長） 

［研究担当者］黒岩 貴芳、稲垣 和三、成川 知弘、

朱 彦北、宮下 振一、岩澤 歩美、 

小口 昌枝（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 食品・環境分析における信頼性確保に資することを目

的として、組成型標準物質の開発と分析技術の高度化に

取り組んだ。 

 組成型標準物質に関しては、平成25年度は玄米粉末標

準物質（カドミウム・ひ素分析用）を開発し、頒布を開

始した。当該標準物質は、一次標準測定法である同位体

希釈 ICP 質量分析法を中心として高分解能 ICP 質量分

析、ICP 発光分光分析法、電気加熱原子吸光分析法な

どの複数の分析法によって値付けを実施して、トレーサ

ビリティと国際整合性が確保された標準物質として供給

している。その他、開発済みの標準物質の安定性の評価

を継続するとともに、次年度以降認証予定の水道水（微

量元素分析用）、頭足類粉末（微量元素分析用）の標準

物質の候補物質を調製し、均質性試験等を開始した。 

 分析手法の高度化として、高精度、高感度な新規分析

手法として、ひ素化学形態別分析手法の開発、極微少量

での高感度分析手法、高精度分析のためのマトリックス

除去法を開発した。一方、国際的な標準化の活動の一環

として CCQM 国際比較に継続的に参加することで、標

準物質開発に関連する分析能力を示した。具体的には、

血清中セレノメチオニン分析（CCQM-K107）に参加す

るとともに、幹事ラボとして玄米中ひ素化合物および全

ひ素量とカドミウムの測定の基幹比較（CCQM-
K108/P147）を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準物質、分析技術 

 

［テーマ題目33］標準ガスの開発・供給の研究 

［研究代表者］下坂 琢哉 

（有機分析科 ガス標準研究室長） 

［研究担当者］下坂 琢哉、松本 信洋、渡邉 卓朗、

青木 伸行、安藤 美和子、 

高田 佳恵子（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新規の標準物質として低濃度酸素標準ガスを開発し、

また新規依頼試験として窒素中三ふっ化窒素の定量を立

ち上げた。標準物質のロット更新として、高純度メタン

第3ロット、高純度二酸化炭素第2ロット、高純度一酸化

炭素第4ロットの開発を行った。ホルムアルデヒド標準

ガスについては、引き続き磁気浮遊式つり下げ天秤を用

いた高精度の動的発生法による標準ガス発生法の検討、

分析機器の整備を行った。新規開発の標準物質・校正サ

ービスに対しては、ISO/IEC 17025及び ISO ガイド34

に基づく品質システム整備等を行い、AS NITE 認定プ

ログラムの中間検査を受けた。標準ガスに関する国際比

較、CCQM-K101（窒素中10 µmol/mol 酸素の分析）に

参加した。また、環境大気分析用の標準ガスの生産を目

的として、質量混合法による高精度標準ガスの調製法に

ついて研究を進め、調製濃度の検証を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準ガス、質量比混合法、温室効果ガス、

高純度ガス、国際比較 

 

［テーマ題目34］安全・安心に寄与する有機標準物質の

開発と供給 

［研究代表者］沼田 雅彦 

（有機分析科 有機組成標準研究室長） 

［研究担当者］沼田 雅彦、鎗田 孝、羽成 修康、 

伊藤 信靖、大竹 貴光、稲垣 真輔、

岩澤 良子、青柳 嘉枝、松尾 真由美 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 水分分析用標準液とペルフルオロアルキル化合物

（PFAS）分析用 ABS 樹脂標準物質を認証するととも

に、既存のスズキ魚肉標準物質に PFAS 濃度を参考情

報として追加した。PFAS の値付けには、信頼性の高い

同位体希釈質量分析法のほか、適切な抽出および精製法

を開発して値付けを実施した。一方、水分分析用標準液

は調製法などを工夫することで、低濃度で小さな不確か
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さを実現した。また、第4期以降に開発予定の標準物質

について、値付けのための精確な分析法の開発を行った。

さらに、関連する品質システムの整備、既存の標準物質

の維持・延長（2物質）などとともに、ピアレビューへ

の対応を行った。そのほか、国内分析機関への分析精度

管理に関する啓発などを目的として、玄米試料を用いた

残留農薬分析の技能試験を主催し、58機関の参加者を集

めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］組成型標準物質、有機標準液、高純度有

機標準物質、環境標準物質、食品標準物

質 

 

［テーマ題目35］バイオメディカル計測標準の先導開発 

［研究代表者］高津 章子（有機分析科 バイオメディ

カル標準研究室長） 

［研究担当者］高津 章子、加藤 愛、絹見 朋也、 

藤井 紳一郎、川口 研、柴山 祥枝、

山﨑 太一、坂口 洋平、惠山 栄、 

吉岡 真理子、水野 亮子 

（常勤職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 臨床検査医学分野やバイオ分析分野において、測定結

果の互換性や国際整合性の向上が求められている。そこ

で、計量学的トレーサビリティの構築を目指した上位の

標準物質開発のため、生体成分を高精度かつ高感度に測

定する分析手法の開発を進めた。アミノ酸のうちの2種

類（メチオニン、シスチン）については、滴定法、窒素

定量法およびクロマトグラフィーなどによる不純物測定

法等を用いて純度決定した純物質標準物質を新たに開発

した。これまでに開発した標準物質の安定性評価を継続

して行い、リボ核酸（RNA）、トリオレイン、コレステ

ロール標準物質については有効期限の延長を行った。

ISO/IEC 17025及び ISO ガイド34に基づく品質システ

ム整備を行い、外国計量機関の専門家によるピアレビュ

ーを受けた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準物質、臨床検査医学、バイオ分析、

トレーサビリティ 

 

［テーマ題目36］薄膜・表面評価技術の高度化と標準開

発 

［研究代表者］黒河 明（ナノ材料計測科 表面・ナノ

分析研究室長） 

［研究担当者］黒河 明、寺内 信哉、張 ルウルウ、

林田 美咲、東 康史、城 昌利、 

福本 夏生、今村 元泰、熊谷 和博、

内田 みどり、伊藤 美香 

（常勤職員9名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 薄膜の二次イオン質量分析校正用の多層膜標準物質と

して、デルタ BN 多層膜（CRM5205-a）を開発し認証

を受けて供給を開始した。外部機関からの依頼によって

行う依頼試験として、X 線反射率法を用いた薄膜・多層

膜構造材料の各層の膜厚校正サービスを開始した。これ

まで供給している標準物質の維持のための安定性評価を

継続的に行った。ナノ材料の欧州規制等に対応するため

計測機器開発コンソーシアムに参画し、ナノ材料の分

析・評価技術の研究を進めた。ナノ構造化材料を三次元

可視化するための電子線トモグラフィーの高度化を進め、

高分解能の三次元像の取得に成功した。国際的な標準化

活動の一環として CCQM 国際比較に参加し表面電子分

光法による薄膜組成の定量分析（CCQM-P140）を実施

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］薄膜、多層膜、組成、ナノ構造、材料分

析、材料標準物質、表面電子分光法、電

子顕微鏡 

 

［テーマ題目37］材料分析標準の研究、開発、維持 

［研究代表者］伊藤 賢志（ナノ材料計測科 ナノ構造

化材料評価研究室長） 

［研究担当者］伊藤 賢志、川原 順一、富樫 寿、 

平田 浩一、高塚 登志子、山脇 正人、

後藤 寛子（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 500ピコ秒未満の陽電子寿命を持つ金属、半導体や類

似試料を対象とした陽電子消滅寿命測定の精度管理、測

定方法および測定結果の妥当性確認に用いることができ

る認証標準物質「陽電子寿命による空孔欠陥測定用単結

晶シリコン」（CRM5606-a）を開発した。また供給中の

認証標準物質の安定性試験を行い、品質に問題がないこ

とを確認した。構造物の疲労検査や材料研究へ適用可能

な陽電子寿命計測に関する非破壊検査方法の高度化を行

うとともに、マトリックス支援レーザ脱離イオン化質量

分析法、イオンビームを用いた2次粒子計測高感度表面

分析法によりナノ有機薄膜材料の測定、及び、放射化分

析法によりひ素ドープシリコン材料の測定をそれぞれ行

い、これらの分析法の感度や再現性に関するデータを取

得した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］材料分析、イオン注入標準物質、微細空

孔標準物質、質量分析、ナノ・サブミク

ロン粒子 

 

［テーマ題目38］粒子標準の開発と供給 

［研究代表者］桜井 博 

（ナノ材料計測科 粒子計測研究室長） 

［研究担当者］飯田 健次郎、加藤 晴久、坂口 孝幸、

高橋かより、高畑 圭二、水野 耕平、
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大沼 恵美子（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 粒径、気中と液中各々における粒子数濃度、比表面積、

高分子分子量の標準について、依頼試験業務や標準物質

供給を行うとともに、標準の新規開発や高度化を進める

ことを目標としている。今年度は、超臨界流体クロマト

グラフィー法を用いた均一重合度オリゴマー標準物質と、

ナノ粒子比表面積標準物質（酸化チタン3種）の開発を

完了した。また、液中粒子数濃度標準の粒径範囲下限を

2 µm へ拡張した。動的光散乱法、静的光散乱法、流動

場分離法、計数ミリカン法、電気移動度法、パルス磁場

勾配核磁気共鳴法による粒径、粒子質量、分子量の値付

けを高精度化する研究を進めた。発生器型気中粒子数濃

度標準の完成に向けた研究を進めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］粒径、粒径分布、粒子質量、粒子数濃度、

比表面積、分子量 

 

［テーマ題目39］不確かさ評価及び同等性確認における

統計的問題の研究と技術支援 

［研究代表者］田中 秀幸（計量標準システム科 計量

標準基盤研究室） 

［研究担当者］田中 秀幸、城野 克広、城 真範 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 不確かさ評価に関わる統計的手法の開発・応用を行う

とともに、産総研内外での不確かさ評価の技術支援・普

及啓発活動を行うことを目標としている。今年度は、測

定結果の同等性評価、校正期間や補正限界の最適化、抜

取検査を含む実用的問題にモンテカルロ法、及びベイズ

統計を利用した手法の提案・高度化を行った。さらに、

中上級者を対象とした2日間にわたる不確かさ講習会の

開催、校正・計測に関わる不確かさ評価の技術相談、不

確かさクラブの主宰と不確かさクラブ総会の開催を含む

普及・啓発活動を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］不確かさ評価、試験所間比較、トレーサ

ビリティ、適合性評価、ベイズ統計 

 

［テーマ題目40］有機化学標準の開発と供給 

［研究代表者］沼田 雅彦（計量標準システム科 有機

標準基盤研究室長） 

［研究担当者］沼田 雅彦、石川啓一郎、清水 由隆、

羽成 修康、北牧 祐子、山崎 太一、

吉村 恵美子、谷口 幸子、藤木 直美 

（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 JCSS 基準物質でもある MTBE と1,4-ジオキサン、

および定量 NMR 用の3,5-ビス（トリフルオロメチル）

安息香酸の3種の認証標準物質の開発を行い、ISO/IEC 

17025及び ISO ガイド34に基づく品質システム整備等を

行った。また、認証標準物質2種類（高純度 cis-1,2-ジ
クロロエチレンおよびバイオエタノール）の有効期限延

長を行った。その他の既存の認証標準物質については安

定性試験等安定供給に必要な作業、ピアレビュー対応な

どを行った。来年度以降開発予定の高純度（クロロ）フ

ェノール類5種の候補標準物質について、純度評価法の

検討などを行った。バイオディーゼル燃料標準物質につ

いては、候補標準物質の調製を行い、NIST と共同して

元素分析についての国際比較（CCQM-K123）の提案を

行った。また、均質性を確認した後、引き続き安定性試

験を実施している。さらに、定量 NMR 技術に関する国

際比較（CCQM-P150）を主催し、20機関からの報告結

果の解析を継続中である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］高純度有機化合物、有機標準液、燃料 

 

［テーマ題目41］化学計量トレーサビリティ体系の高度

化に関する研究 

［研究代表者］井原 俊英（計量標準システム科 化学

計量システム研究室長） 

［研究担当者］井原 俊英、齋藤 剛、加藤 尚志、 

斎藤 直樹、山中 典子、鈴木 彰子、

村上 雅代、大手 洋子、大塚 聡子、

鮑 新努、宇佐美 佳代 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 国家計量標準機関の供給する標準物質（以下、国家標

準物質）が整備されていない化学物質については、計量

トレーサビリティの確保された標準物質の市場への供給

がなされておらず、これまでは正確な計量が困難な状況

にあった。そこで、標準物質の値付けに用いる校正技術

を高度化することにより、国家標準物質の整備されてい

ない化学物質であっても計量トレーサビリティを確保で

きる迅速かつ簡便な計測手法を開発した。農薬類標準物

質及びアミノ酸類標準物質を中心に実用化研究を行って

おり、平成23年度より開始した産総研依頼試験による高

純度有機標準物質の純度校正では、約170種の化学物質

の校正サービスを提供中である。また、純度校正の中核

技術として用いている定量 NMR（核磁気共鳴）法に関

しては、日本薬局方及び食品添加物公定書に収載された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準物質、計量トレーサビリティ 

 

［テーマ題目42］ナノ・高分子標準物質の開発供給 

［研究代表者］松山 重倫（計量標準システム科 計量

標準基盤研究室） 

［研究担当者］松山 重倫、衣笠 晋一、折原 由佳利 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
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 ナノ・高分子関連標準物質の研究開発については、プ

ラスチック中の低分子成分含有量に関する認証標準物質

について、RoHS 指令対応の標準物質に対する安定性試

験と有効期限延長を1件行った。頒布中の認証標準物質2

種に対して安定性試験を実施、頒布前の候補標準物質2

種に対する安定性予備試験を行った。また、候補標準物

質の混練り作業を2種実施した。 

 高分子分析あるいは分子特性解析技術においては、コ

ロナ CAD 検出器の検出挙動を検討した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］高分子標準、RoHS 指令、添加剤分析用

標準 

 

［テーマ題目43］計量情報システムの適合性評価技術の

研究 

［研究代表者］松岡 聡（計量標準システム科 計量標

準基盤研究室） 

［研究担当者］松岡 聡、渡邊 宏（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 法定計量業務の支援の一環として、非自動はかり指示

計のソフトウェア試験についての技術相談窓口に貢献し

た。また、企業などへの普及啓発の一環として計量器ソ

フトウェアクラブを力学量関連計測クラブと合同会合と

して開催し、計量器ソフトウェア認証についての発表を

行い、計量器についてのソフトウェア認証の重要性につ

いて解説した。 

 計量器ソフトウェアの評価技術の研究としては、新し

い評価技術の開発を目標として、計算アルゴリズムによ

る計算値の不確かさを評価する枠組みを整備するため、

プログラム意味論を応用して計算値と一緒に誤差の伝播

を求める手法を検討した。また、プルーフネットについ

ての様々な計算を自動的に行う proof net calculator を

プログラミング言語 Scala を用いて開発した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］計量器ソフトウェア、ソフトウェア認証、

ソフトウェア適合性評価 

 

［テーマ題目44］特定計量器の基準適合性評価に関する

業務 

［研究代表者］上田 雅司 

（計量標準技術科 型式承認技術室長） 

［研究担当者］上田 雅司、池上 裕雄、分領 信一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 型式承認業務は、当科が担当するアネロイド型血圧計

（電気式・機械式）、体温計（抵抗・ガラス製）、環境計

量器に当たる振動レベル計、濃度計（大気）、濃度計

（pH）及び非自動はかり（大型はかり）等の特定計量

器のうち、34型式について国内法に規定する技術基準へ

の適合性を評価し、型式の承認をするとともに、承認型

式軽微変更届出139件の審査業務を実施した。これらは、

計量標準総合センターの認証システム（ISO/IEC ガイ

ド65）に則って、当科が実施する特定計量器の型式の承

認に関わる認証マニュアルに従って業務を実施している

ものである。 

 その他、OIML（国際法定計量機関）の活動による、

国際文書、勧告の発行に関する国内の各分野の作業委員

会において、委員会メンバーとしてその内容の検討や審

議を行う。また、これらの国際規格を国内規格へ反映す

る活動を行う。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］特定計量器の基準適合性評価、OIML、
医療用計量器、環境計量器 

 

［テーマ題目45］法定計量業務及び計量標準供給業 

［研究代表者］三倉 伸介 

（計量標準技術科 校正試験技術室） 

［研究担当者］三倉 伸介、田中 洋、西川 賢二、 

戸田 邦彦、浜川 剛、上田 雅司（兼

務）（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 当科が担当する基準器検査（基準巻尺、特級基準分銅、

基準手動天びん、基準台手動はかり、基準直示天びん、

基準ガラス製温度計、基準フラスコ、基準ビュレット、

基準液柱型圧力計、基準重錘型圧力計、基準密度浮ひょ

う、液化石油ガス用基準浮ひょう型密度計、基準酒精度

浮ひょう、基準比重浮ひょう、基準重ボーメ度浮ひょう）

2358件及び計量器の型式承認試験（体温計（抵抗・ガラ

ス製）、アネロイド型血圧計（電気式・機械式））33件、

比較検査（酒精度浮ひょう）13件、及び依頼試験（ガラ

ス製体積計、内径・外径、標準球）4件を品質マニュア

ル（技術マニュアル）の適正な運用を図りつつ実施した。

また、JCSS 体積計分科会、密度計分科会及び特定計量

器に関する JIS 規格（体温計（抵抗・ガラス製）、ガラ

ス製温度計）について、規格調整分科会及び専門委員会

の審議に主導的に対応し、規格の発行に寄与した。その

他、経済産業省からの依頼による試買品検査（一般体重

計、調理用はかり）に対応した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］法定計量、計量標準供給 

 

［テーマ題目46］長さゲージへの標準供給に関する研究 

［研究代表者］三倉 伸介 

［研究担当者］三倉 伸介、浜川 剛（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 法定計量業務のつくば集約に先行して移転した装置の

再設定等を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］長さゲージ 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(349) 

④【計測フロンティア研究部門】 
（Research Institute of Instrumentation Frontier） 

（存続期間：2004.4.1～） 

 

研究部門長：山内 幸彦 

副研究部門長：齋藤 直昭 

首席研究員：鈴木 良一 

 

所在地：つくば中央第2、第5、西事業所、中部センター 

人 員：54名（54名） 

経 費：1,112,250千円（397,277千円） 

 

概 要： 

 当部門では先端計測・解析技術の開発により科学技

術や産業技術の発展に寄与することを目的に、計測機

器開発：今まで未知であった対象を計測可能にする新

たな計測技術や機器の開発、解析手法開発：計測結果

から重要な情報を引き出す解析技術の開発、標準開

発：技術の標準化や計測の基準となるデータベースの

整備、の3つのフロンティア開拓に取り組んでいる。

また、開発した技術を活用して、今までは理解できな

かった現象や、その現象が発現する機構を解明するな

ど、社会に役立つ情報を提供している。このような研

究開発を推進するために、特徴あるコア技術を持つ8

つの研究グループをつくばセンターと中部センターに

配置している。各グループの特徴は以下のとおりであ

る。 

・陽電子プローブグループ（つくば） 

陽電子を使った原子スケールの欠陥計測と量子ビ

ーム源の開発、小型化、省エネルギー化技術 

・超伝導分光グループ（つくば） 

  超伝導検出器の開発と超伝導検出器を用いた各種

分析装置の高度化 

・イオン化量子操作グループ（つくば） 

  レーザ、イオンビーム等を活用した量子操作技術

の開発と開発技術を用いた質量分析装置の高度化 

・小型量子ビーム源グループ（つくば） 

  電子加速器技術を基盤とした X 線、テラヘルツ

波等の分析プローブ開発とその計測分析への応用 

・構造物画像診断グループ（つくば） 

超音波、光ファイバ、干渉縞などを活用した材料、

構造物の検査技術の開発 

・ナノ顕微分光グループ（つくば） 

各種顕微鏡、分光法によるナノ材料とその作製プ

ロセスの計測、解析、評価、及び工業標準化 

・精密結晶構造解析グループ（つくば） 

X 線構造解析、固体 NMR 等による物質、材料の

構造や状態の解析 

・マルチスケール統合解析グループ（中部） 

各種分光法と統計的手法による材料機能発現機構

の解析と評価・分析手法の規格化 

 各グループは有するコア技術を磨くとともに、新し

い計測、分析技術の芽を育んでいる。 

 第3期中期目標期間（2010年度～2014年度）におい

ては、社会ニーズに応えるための重点課題として次の

5つのテーマを設定し、各グループの連携により推進

している。 

1.ライフイノベーションのための計測分析技術開発

（有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の開発） 

2.グリーンイノベーションのための計測分析技術開発

（多階層制御材料の多元的動的計測・解析技術に関

する研究） 

3.安心安全のための計測分析技術開発（インフラ診断

技術の開発） 

4.先端計測分析機器の公開（材料評価のための先端計

測及び分析機器開発） 

5.国際標準（ISO-IEC-JIS）、データベース（物質の

分析・評価技術の開発と標準化） 

 以下に重点課題の進捗状況、外部資金による研究テ

ーマ、及び各グループの活動状況を述べる。 

 

【重点課題１】ライフイノベーションのための計測

分析技術開発：超伝導分光 G、小型量子ビーム源 G、

ナノ顕微分光 G、マルチスケール統合解析 G、イオ

ン化量子操作 G 

 タンパク質の凝集が関係する特定疾患がある。その

凝集の初期状態観察や凝集メカニズムを解明するため

に、計測分析技術開発を実施した。具体的には、凝集

するタンパク質の構造解析や定量的評価を目指した円

二色性分光計測技術開発と、凝集体やタンパク質複合

体の分析を目指した超伝導分子検出器を搭載した質量

分析技術の開発である。円二色性分光では、放射光で

はなくランプ光源を用いた卓上型の真空紫外領域に対

応した円二色性計測装置の高度化に成功した。特に縮

小光学系の採用により、光スポットサイズを従来の

10mm から40×80µm にまで縮小化することに成功し

た。これにより必要試料量を大きく低減、感度の向上

に成功した。また本装置を用いて単糖から3糖の真空

紫外円二色性スペクトル計測にも成功した。質量分析

では、分子量に依存しない検出感度を有している超伝

導検出器において、検出器構造に由来する超伝導電流

の再分配により、カウントロス問題が発生しているこ

とを発見した。新たなデザインを考案することにより

カウントロス問題を解決し、イオンビーム径同等の

1cm サイズの超伝導検出器を実現する道筋を立てた。 

 X 線やテラヘルツ波を利用した生体イメージングは、

産総研コヒーレント・テラヘルツ光源を用いることに

より、0.1～5.0THz のコヒーレント放射の生成、及

びリアルタイム・プロファイルイメージングに成功し

た。上記周波数範囲のうち0.1～2.0THz では、生体
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に作用する模擬麻薬の吸収スペクトル測定を実現した。

また、水溶液サンプルの測定として、2.0THz におけ

る水和タンパク質（BSA）の測定に成功した。 

 生体中ナノ物質のリスク評価に関して、ナノ粒子を

貪食した肺胞マクロファージについて、受容体タンパ

ク質である Toll 様受容体4の免疫染色イメージングを

用いて、ナノ粒子貪食後のマクロファージの活性化状

況の追跡を可能にした。また、切片化していないシロ

イヌナズナの芽生え・根及び葉の乾燥物に直接紫外パ

ルスレーザーを照射してイオン化し、超高分解能フー

リエ変換質量分析（FT MS）イメージングを行うこ

とに成功した。装置に組み込むレーザー及び集光光学

系を見直すことで、計測スループットを3倍以上向上

することに成功した。また、FTMS イメージングに

より生ずる大容量データから生体関連物質の局在性に

関する情報を効率的に抽出するソフトウエアの開発に

成功した。 

 

【重点課題２】グリーンイノベーションのための計

測分析技術開発（多階層制御材料の多元的動的計

測・解析技術に関する研究）：陽電子プローブ G、超

伝導分光 G、イオン化量子操作 G、ナノ顕微分光 G、

精密結晶構造解析 G、マルチスケール統合解析 G  
 グリーンテクノロジー分野において重要な役割を果

たす機能性材料やデバイス等の開発を推進するために

は、機能発現機構などを詳しく調べることができる計

測分析技術が必要とされている。そのための先端的な

計測分析技術として、陽電子欠陥計測、過渡吸収分光、

X 線構造解析、軽元素 X 線吸収分光等の分光分析、

イオン化量子操作・質量分析等、統合的解析技術の開

発などの計測・解析技術の開発を行い、グリーンイノ

ベーション推進に貢献する。 

 本年度は、陽電子ビームを用いた原子レベルの欠陥

計測装置において－150～200度の試料温度制御下での

欠陥測定を可能にした。X 線吸収分光測定では、ダイ

アモンド半導体中窒素の X 線吸収分光測定を実現し

た。X 線構造解析では、バイアス補正による密度変数

の推定を実現し、単結晶構造の席占有率の精密化に成

功した。イオン化量子操作ではナノ秒4色位相制御レ

ーザー場フーリエ合成を行うとともに、有機材料分析

でクラスター励起二次イオン質量分析を実証した。過

渡吸収分光では、光触媒 in-situ 測定を実現し、水分

解初期過程として助触媒との反応を観測した。解析技

術では、ヘテロ相関解析手法を確立し、有機材料の結

晶相増加が変形を抑制することを明示した。 

 

【重点課題３】安全安心のための計測分析技術開発

（インフラ診断技術の開発）：構造物画像診断 G、陽

電子プローブ G、小型量子ビーム源 G 

 各種のセキュリティー検査技術は、安全安心社会の

実現に必要不可欠である。構造物の安全性確保のため

に、全視野計測による構造物の変形分布評価技術、高

エネルギーX 線源を用いた非破壊検査技術を開発する。 

 全視野計測技術では市販のデジタルカメラを用いて、

北九州市にあるスパン長約370メートルの若戸大橋の

変形分布計測を行った。橋梁の交通量を監視するビデ

オカメラ映像で大型トラックが通過する時間に撮影さ

れた画像から橋梁が大型トラックの通過に伴って数セ

ンチメートルの大きさでたわんでいることを評価した。 

 小型 X 線源によるプラント配管等の検査を実現す

るために、厚さ70mm 以下の厚さのカーボンナノ構

造体を用いた X 線源を開発するとともに、小型放射

線線量計開発では移動しながらの線量モニタリング用

の線量計開発に着手した。 

 コンクリート構造物の非破壊検査を行うには X 線

透過力を高める必要があり、高エネルギーX 線を小型

システムで発生する装置開発を行った。具体的には C
バンド（5GHz）高周波電子銃の開発を行い、電子加

速に成功した。 

 

【重点課題４】先端計測分析機器の公開（材料評価

のための先端計測及び分析機器開発）：ナノ顕微分光

G、超伝導分光 G、陽電子プローブ G、精密結晶構造

解析 G 

 当部門が開発した先端計測分析機器をユーザーに公

開し、市販装置では対応できない研究開発課題の解決

にチャレンジして適用例を蓄積する。同時に、ユーザ

ニーズを反映させて改良を行うことで、分析解析手法

を高度化して確立する。これらの計測分析の支援によ

りイノベーション推進に貢献する。 

 陽電子プローブアナライザー装置に、高分解能半導

体検出器を用いた消滅ガンマ線の検出機構を追加し、

陽電子寿命快速と電子運動量分布測定の複合欠陥の評

価を可能にした。表面プローブ顕微鏡では、溶液中で

の精密な形状計測技術を開発し、かつ、探針起因のナ

ノ構造の形状測定誤差を半減した。また、新規にレー

ザー生成プラズマを用いて生成したパルス光を光源と

する極端紫外光励起光電子分光装置（EUPS）の公開

を開始した。これら開発した公開装置で、企業等から

のさまざまな相談や支援依頼に対応し、所内外に対し

て350件（昨年度231件）の研究開発支援を実施した。    

 

【重点課題５】国際標準(ISO-IEC-JIS)、データベー

ス（物質の分析・評価技術の開発と標準化）：構造物

画像診断 G、ナノ顕微分光 G、マルチスケール統合

解析 G 

 計測分析技術を広く普及させるためには、国際標準

化が必要不可欠である。工業用カーボン材料などの熱

膨張係数を2000℃以上の温度で計測可能にした。原子

間力顕微鏡（AFM）の一種である電気測定 AFM に
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ついて、産総研が作成した試料を用いた国内機関によ

る持ち回り試験を行ったところ、機関間で一致した結

果が得られた。この成果に基づき、民間企業との共同

研究を開始することができた。 

 データベースについては固体 NMR のスペクトルデ

ータの整備を継続して行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

戦略予算 

「超伝導計測デバイスの開発」 

 

外部資金： 

経済産業省受託 

「平成25年度日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業（日米先端技術標準化研究協力） 微細形状計測」 

「戦略的国際標準化加速事業（国際標準共同研究開発事

業：ナノ材料の安全性評価基盤に関する国際標準化）」 

 

文部科学省受託 

「微細構造解析プラットフォーム実施機関」 

 

財団等受託研究費 

「産業用 X 線照射装置の大線量冷陰極 X 線管の開発」 

「鉄筋コンクリート用小型リアルタイム X 線非破壊検

査装置の開発」 

「次世代構造部材創製・加工技術開発」 

「小型加速器を用いた逆コンプトン散乱光源による最適

なイメージング手法の開発」 

 

科研費補助金 

「ハイドレート技術を用いた農工融合による低炭素社会

の実現に関する研究」 

「分子性結晶三ヨウ化ホウ素と四ヨウ化スズの高圧力下

の構造物性研究」 

「マイクロリアクター内のソノケミストリーとソノルミ

ネッセンスの研究」 

「新奇な圧力誘起水素－炭素間相互作用の制御とその機

構解明」 

「質量顕微鏡による高空間分解能分子動態解析」 

「超伝導ナノストリップライン分子検出器による巨大分

子質量分析」 

「レーザーコンプトン準単色硬Ｘ線による低侵襲高精細

医用イメージング技術の研究」 

「イオン・陽電子同時照射系を用いるトランジェント陽

電子計測法の開発」 

「分子トンネルイオン化の量子制御を利用したレーザー

場フーリエ合成」 

「レーザーコンプトン散乱 X 線による可視不能生体材

料のリアルタイム可視化装置の開発」 

「二成分系ガスハイドレートのケージ占有性とゲスト－

ホスト間相互作用」 

「有機導体の非占有軌道の電子状態と非局在性の観測手

法の開発」 

「固体 NMR による固体酸触媒材料の酸性質の計測・評

価」 

「指向性圧電素子を用いた CFRP 積層板の損傷モニタ

リングシステムの開発」 

「水晶振動子型水素漏洩検知器の屋外使用のための温

度・湿度補正法に関する研究」 

「イオン価数弁別可能な超高速超伝導ナノストリップラ

イン分子検出器の開発」 

「近接場過渡吸収イメージング分光装置の開発と次世代

有機太陽電池への応用」 

「生体光計測のための強度相関イメージング技術の研究」 

「基板吸収型超伝導トンネル接合 X 線検出器の開発」 

「イオン液体を用いた高集束性液滴ビーム源の開発：有

機系試料の高精度 SIMS への展開」 

「構造体健全性診断のための超音波伝搬可視化法による

定量的非破壊評価」 

「ファイバ・リング・レーザを用いた FBG 振動検出シ

ステムの開発」 

「位相制御レーザーパルスによる液相中分子の量子制御

と物質濃縮への応用」 

「実時間観察可能な陽電子顕微鏡の開発」 

「テラヘルツ領域での先駆的な円二色性・光学活性計測

手法の構築と検出への挑戦」 

「糖鎖等の超高感度構造解析を目指した真空紫外域での

顕微円二色性計測装置の開発」 

「超短パルス電子ビームを用いたリアルタイム2D テラ

ヘルツ分光システムの開発」 

「格子画像の位相情報に基づく大型構造物の高精度高速

全視野変位・ひずみ計測法の開発」 

「超短パルス制動ガンマ線を用いた欠陥分布3次元イメ

ージングに関する研究」 

「引張りによる高分子部材の構造変化を検出するレオ･

オプティカル近赤外分光器の開発」 

「強磁性体／超伝導体接合におけるアンドレーエフ反射

およびスピン緩和に関する研究」 

「FT-ICRMS 分析を用いた森林の溶存有機物の構成種

とその変動メカニズムの解明」 

「コヒーレント逆コンプトン散乱による大強度軟 X 線

発生の原理実証」 

「コンビナトリアル手法を取り入れた照射環境下での経

年劣化現象の解明・評価技術研究」 

「微小カイラル超伝導体のエッジ電流による磁化の

SQUID 測定」 

「立木用ポータブル X 線検査装置の開発と材質研究お

よびマツ材線虫病研究への適用」 

 

発 表：誌上発表140件、口頭発表330件、その他31件 
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--------------------------------------------------------------------------- 
陽電子プローブグループ 

（Positron Probe Group） 

研究グループ長：鈴木 良一 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 機能性材料の開発では材料中の原子レベル～ナノレ

ベルの欠陥や空隙がその特性に大きな影響を及ぼすた

め、これらの極微構造を詳しく分析・評価できる技術

が望まれている。当研究グループでは高品質・高強度

の陽電子ビームやイオンビームを発生し、これらを計

測プローブとした新しい極微構造評価技術の開発を行

っている。  

多くの機能性材料は、温度等によってその特性が大

きく変化することから、今年度は、高強度短パルス陽

電子ビームによる陽電子寿命測定装置の試料部の温度

を制御できるようにして、原子～ナノレベルの空隙の

温度依存性の観測を可能にした。 

陽電子発生用電子加速器の技術を応用して非破壊検

査用の超小型 X 線源の開発を行い、化学プラントの

配管等の検査に利用できる厚さ70mm 以下の針葉樹

型カーボンナノ構造体電子源を用いた可搬型 X 線源

を開発した。また、携帯型放射線線量計の技術を応用

して、移動しながら線量をモニタできる線量計の開発

に着手した。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４、テーマ題目８ 

 

超伝導分光グループ 

（Superconducting Spectroscopy Group） 

研究グループ長：小池 正記 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 急速に高度化する産業分野、科学技術分野において、

従来の分光分析手法の限界を越える性能の実現が必要

不可欠になっている。超伝導を計測技術に応用すると、

極微小エネルギー量子の検出、高い量子効率、高速応

答を実現できる。このため、超伝導検出器を分光法に

応用して、従来の限界を越える性能を有する計測分析

装置として仕上げることをミッションとする。例えば、

半導体検出技術では困難な軟 X 線のエネルギー分散

分光が可能で、半導体中微量軽元素ドーパントの X
線吸収微細構造（XAFS）分光に応用している。質量

分析は、分子量とイオンの電荷数の比（m/z 値）によ

ってイオンを分離分析する分析法で、m を一意に決

定できない、中性粒子を分析できないという限界があ

るが、超伝導検出器により、これらの限界を克服する

真の質量分析が可能になる。生体高分子等のような

ナノ粒子と X 線光子といった光量子を観測対象とし

て、二原子分子といった低分子から非共有結合タン

パク質複合体のような数 MDa までの広い分子量範

囲を分析対象とする。従来の質量分析の原理的制限

を越える質量分析性能や、超精密な元素の分離を軟

X 線領域で可能とする光子分光性能を実現する。こ

のような性能を、タンパク質凝集関連疾患の凝集メ

カニズム解明等に活用する。 

 平成25年度は、ライフイノベーション関連の計測

分析技術開発において、分子量を一意に決定する超

伝導ストリップイオン検出器の開発を進展させた。

具体的には、検出器の信号読出し方式を新たに工夫

し、大面積化を計った。また、トンネル接合検出器

のパターンの3次元化を試み、先端計測および分析

機器として、微量軽元素のナノ構造分析のために蛍

光収量 X 線吸収分光システムの装置利用公開を進め

た。さらに、計測デバイス作製用クリーンルームの

効率的な運用を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

４、テーマ題目６ 

 

イオン化量子操作グループ 

（Ionization and Quantum Manipulation Group） 

研究グループ長：齋藤 直昭 

（つくば中央第2、第5） 

概 要： 

生命現象の源であるナノ物質（タンパク質など）、

大気環境中の超微粒子等の物質、先端技術である高機

能材料やナノデバイス等のナノ物質の計測・解析・評

価技術の研究開発は重要である。その中で、質量分析

は、「質量」の計測のみでなく、構造や反応性等の

様々な性質の分析と評価が可能であるため、非常に重

要な分析方法である。当グループでは、レーザー技術、

イオンビーム技術、ソフトイオン化技術等を利用した

試料抽出技術やイオン化技術等の質量分析に関する要

素技術の研究開発、及び、これら先端的な要素技術か

ら構成される質量分析装置の開発とその応用に関する

研究開発を実施している。 

 今年度は、位相制御レーザー光の制御技術と物質表

面改質手法の開発、特定原子種のレーザーイオン化超

高感度測定技術の改良、イオン液体クラスターイオン

ビームの生成制御技術の改良と TOF-SIMS 分析への

適用、イオン付着イオン化質量分析の構造分析機能付

加のための四重極－TOF 機構の構築と性能評価、及

び関連する表面・界面・薄膜のプロセス及び計測・解

析・評価技術の研究開発を行なった。 

 

小型量子ビーム源グループ 

（Compact Quantum Beam Source Group） 

研究グループ長：豊川 弘之 

（つくば中央第2） 

概 要： 
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 ライフイノベーション、国民の安全安心への貢献を

目的として、小型電子加速器技術をベースにした量子

ビーム源の開発と利用研究、および放射線計測・イメ

ージングの新技術に関する研究を行う。第3期中に、

小型加速器を用いた高強度量子ビームと利用技術の実

用化を目指す。得られた研究成果は、迅速な研究成果

発信や装置公開を通じて産総研やユニットのミッショ

ンに貢献する。 

 今年度は、円偏光軟 X 線と光電子顕微鏡を用いた

磁区観察手法の開発を行い、磁石表面の磁区の可視化

に成功した。電子線形加速器を用いた再放出型陽電子

顕微鏡の開発に取り組み、陽電子ビームの集束に成功

した。新規セラミックシンチレータを用いて、陽電子

消滅ガンマ線を計測する小型検出器システムを開発し、

陽電子寿命の測定に成功した。テラヘルツ領域におけ

るフレネルロム型位相子を設計し、光学特性評価シス

テムを構築した。カソードに電界放出冷陰極を装荷し、

高周波の印加のみによって電子を発生して MeV 領域

まで加速する、テーブルトップサイズの高周波電子銃

を開発した。同電子銃へ C バンド（5GHz）高周波を

印加し、エネルギー100keV 以上の X 線発生に成功し

た。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

構造物画像診断グループ 
（Structure Image Diagnosis Group） 
研究グループ長：津田 浩 

（つくば中央第2、西事業所） 
概 要：  

 全視野計測による材料の微視的変形から構造物全体

の巨視的変形評価技術の開発、超音波伝搬状況を可視

化することで構造物中の欠陥を容易に検出する構造物

健全性評価システムの開発、並びに炭素材料の適用環

境における材料特性評価とその評価手法の開発を行っ

ている。 
今年度の成果を以下に記す。モアレ現象を利用した

全視野計測技術を材料の微視的な変形分布に適用する

際に必要なサブミリ間隔の格子模様を UV エッチン

グにより作成することを試み、様々な格子パターンを

作成することに成功した。同技術をスパン長約370メ

ートルの北九州市若戸大橋のたわみ計測に適用して、

ミリメートルオーダの精度でトラック通過に伴いたわ

みが大きくなることを定量評価した。また超音波可視

化探傷においては電子デバイスなどに内在する欠陥を

検出するシステムを民間企業と共同で開発した。工業

用カーボン材料の使用環境である高温物性の計測では

JIS R2207法に基づいて、2400℃までの高温での熱膨

張を非接触法および接触法の両法で測定するプロトタ

イプ機を試作した。炭素繊維の単繊維による材料力学

的特性評価では、曲げ試験方法を確立するため、スパ

ン長さなど試験条件が曲げ特性の測定結果に及ぼす影

響を調べた。 
研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５ 
 

ナノ顕微分光グループ 

（Nanoscale MicroSpectroscopic Analysis Group） 

研究グループ長：中村 健  

（つくば中央第2、第5） 

概 要： 

 薄膜とこれに関わる表面・界面は典型的なナノ材料

であり、機能性素子の要素として現代社会の基盤であ

る種々の大規模システムを構築している。当グループ

では、本年度も引き続き反応性の高い活性種が重要な

役割を果たすこれらナノ材料及びその作製プロセスに

関して、計測・分析・評価技術の研究開発を進めてい

る。ナノ材料に関しては、構造・形状、組成、状態を

各々各種顕微鏡法、質量分析法、分光法・光学的手法

により計測分析する研究開発を進めた。ナノ材料の作

製プロセスに関しては、ナノ材料作製で重要な活性種

の巨視的・微視的状態を計測分析してプロセス制御に

資する研究開発を進めた。なお本年5月に、計測対象

を表す活性種計測技術研究グループから計測手法を象

徴する新グループ名に変更して、現在に至っている。 

 今年度は、レーザー過渡吸収分光法によるナノ材料

界面の分析・評価における励起光及び検出光の独立制

御による測定の空間分解能の向上、産総研オリジナル

のレーザー生成プラズマ励起光電子分光法（EUPS）
によるナノ材料最表面分析・評価機器の公開、透過型

電子顕微鏡（TEM）を用いたナノ粒子評価手法の

ISO/TC229における国際標準化推進への展開、

ISO/TC201における国際標準化策定の推進を通じた電

気測定用の原子間力顕微鏡（AFM）等の走査プロー

ブ顕微鏡（SPM）及び二次イオン質量分析法（SIMS）
による表面分析の高精度化、水晶振動子センサーを用

いたプラズマ雰囲気等のナノ材料プロセス中の分圧計

測技術の開発、及び関連する表面・界面・薄膜のプロ

セスとその計測・分析・評価技術の研究開発を行なっ

た。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

４、テーマ題目５ 

 

精密結晶構造解析グループ 

（Accurate Crystal Structure Analysis Group） 

研究グループ長：後藤 義人 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 次世代産業における有望な材料の研究開発あるいは

化学物質の安全安心な取扱い指針の確立のため、X 線

結晶構造解析、固体 NMR（核磁気共鳴）等の手法を

中心に、主に固体の化学結合状態、原子配列・分子配
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向状態の解析および相の同定に関する高度な計測解析

評価技術を用いて、物質の重要な知見である原子構

造・状態変化、イオン・分子種の移動現象の機構解明

などを目的とした研究をおこなっている。とりわけ、

環境・エネルギー分野において重要な次世代高性能エ

ネルギー材料の開発のために、結晶構造、イオンの拡

散機構および構造相転移等の現象を精密に評価する基

盤技術の開発および知識の体系化を進めており、グリ

ーンイノベーションの創出に向けた貢献を目指してい

る。さらに、軽元素含有材料の結晶構造あるいは組

成・状態変化について、精密 X 線回折測定、分光測

定等の温度・圧力変化を含めた実験データを基に定量

的な評価を行うために、計算化学、統計科学等の数理

科学的方法の利用を目指して推定する手法の構築を進

めている。 

今年度は、単結晶精密構造解析法において、密度

変数の推定による結晶構造モデル評価規準の構築を

目指し、資源の豊富な軽元素である Ca を含有する

Tc＝20K 級の新規超伝導体の精密結晶構造解析を行

った結果、単結晶構造の席占有率を0.1パーセント台

の精度まで明らかにすることができた。また、固体

NMR 装置の公開により内外との共同研究を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４ 

 

マルチスケール統合解析グループ 

（Multiscale Integration Analysis Group） 

研究グループ長：兼松 渉 

（中部センター） 

概 要： 

 非石油由来の高分子材料や排ガス浄化用触媒材料な

どグリーンイノベーションに資する新材料およびその

プロセスの設計指針を明らかにするために、系統的な

計測とそのデータの解析により新知識の獲得・体系化

を図る。具体的には、材料機能発現のために意図的に

導入された不均質性（例えば、マトリクス中に分散さ

れたナノ粒子の分散・化学結合状態などの空間ゆらぎ

や結晶構造の場所による違いなど）に注目し、これら

と材料機能との間の関係を定量的に記述することを目

指す。研究手段としては、分光学的手法等を用いて原

子・分子レベルからサブミリサイズまでの異なるスケ

ール（マルチスケール）での計測を行い、各種統計理

論などによる解析（統合解析）を行って、どのスケー

ルの因子が他の因子とどのように関連しながら機能発

現を支配しているかを明らかにする。また得られた知

識を基に、新材料の特性評価手法を中心とする

JIS/ISO 等の工業標準提案にも取り組む。 

 今年度は、タケ材の水熱処理および化学処理による

ミクロ-ナノ-分子レベル構造の変化をそれぞれ走査型

電子顕微鏡・固体核磁気共鳴・赤外吸収分光を用いて

計測・解析した。それらから得られる情報を基に、タ

ケ材のナノレベルの構造モデルを構築した。また、二

次元相関解析の一種であるヘテロ相関解析手法を、生

分解性のポリ乳酸を主成分とする有機無機複合材料の

赤外吸収スペクトルと熱機械スペクトルとの間の相関

解析に適用することで、結晶相の増加が変形を抑制す

ることを明示できた。一方、JIS/ISO 等の工業標準提

案に向けた取り組みに関しては、マグネシウム中不純

物酸素分析手法が ISO 新業務項目（NWIP）として

承認され、ジルコニア中イットリアの分析手法が JIS 
R1695として発行された。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目５ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ライフイノベーションのための計測分

析技術開発 

［研究代表者］山本 和弘（イオン化量子操作グループ） 

［研究担当者］浮辺 雅宏、高橋 勝利、志岐 成友、

柏谷 裕美、全 伸幸、小池 正記、 

田中 真人、黒田 隆之助、平 義隆、

豊川 弘之、早川 由夫、太田 一徳、

井藤 浩志、藤原 幸雄、齋藤 直昭、

中村 健（常勤職員17名） 

［研 究 内 容］ 

 ライフイノベーションのための計測技術開発として、

組織から分子レベルの生体計測技術により生命現象を解

明ために、飛行時間型質量分析法による分子量測定、質

量分析分子イメ－ジング、免疫透過電子顕微鏡法による

生体内ナノ粒子物質イメージング、円二色性不斉分子の

分析等による分子構造解析、X 線及びテラヘルツイメー

ジングの開発を行った。 

1) 質量分析のための超伝導ストリップイオン検出器開

発において、液体ヘリウムフリーの環境下で、単一磁

束量子（SFQ）回路に基づく時間デジタル変換器

（TDC）の正常動作を確認した。また、超伝導検出

器として世界最大サイズである1cm 角の超伝導スト

リップイオン検出器（SSID）を作製し、生体分子の

検出に成功した。 

2) 超高分解能フーリエ変換質量分析（FT MS）とレ

ーザーイオン化を組み合わせた分子イメージングにお

いて、レーザーを高繰り返し化し、集光光学系を改良

するなどして、マトリックスフリー質量イメージング

を6倍高スループット化した。 

3) ナノ粒子の安全性評価において、ナノ粒子を貪食し

た肺胞マクロファージにおいて Toll 様受容体4産生の

免疫組織学的解析手法を確立した。 

4) 小型円二色性装置に縮小光学系を組み込むことで、

光スポットのマイクロビーム化（40×80µm）に成功

し、必要試料量を10分の１以下にするなど、装置の高

感度化に成功した。 

5) テラヘルツイメージング分光装置では、発生源電子

の超短パルス化を達成することでこれまでのイメージ
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ング上限0.6THz から0.9THz 以上の画像を実現し、

短波長化に成功した。X 線イメージング装置では

LCS 用レーザーの高調波生成を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量分析、TOF-MS、MALDI、ESI、 

生体分子、超伝導デバイス、円二色性、

真空紫外、円偏光、透過型電子顕微鏡、

TEM 

 

［テーマ題目２］グリーンイノベーションのための計測

分析技術開発 

［研究代表者］鈴木 良一（陽電子プローブグループ） 

［研究担当者］鈴木 良一、鈴木 淳、永井 秀和、 

大村 英樹、齋藤 直昭、中村 健、 

古部 昭広、松﨑 弘幸、後藤 義人、

山脇 浩、藤久 裕司、竹谷 敏、 

兼松 渉、丸山 豊、新澤 英之、 

木野村 淳、大島 永康、大平 俊行、

小林 慶規、小池 正記（常勤職員20名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネルギーや創エネルギーに資する機能性材料や電

子デバイス等では、微量元素や微小領域からマクロな領

域に到る構造が機能発現に重要な役割を果たしている。

これらを計測し制御することによって様々な機能を発現

させることができる。しかしながら、軽元素や原子が抜

けた空孔・空隙などは従来の計測技術では材料開発に必

要な情報を得ることができない場合が多い。具体的事例

としては、海水淡水化分離膜、ガスバリア膜、バイオプ

ラスチック、太陽電池・燃料電池材料、光触媒、ワイド

ギャップ半導体、超伝導体などが挙げられる。これらの

材料の詳細な評価を行うため、以下のナノ材料計測分析

技術の高度化を進めた。 

陽電子ビームを用いた原子レベルの欠陥計測装置にお

いては、環境を変化させた時の機能性薄膜のサブナノ空

隙計測を可能にするため－150～200度の試料温度制御下

での測定を可能にした。X 線吸収分光測定では、ダイア

モンド半導体中の微量窒素の X 線吸収分光測定を実現

した。X 線精密結晶構造解析では、バイアス補正による

密度変数の推定を実現し、単結晶構造の席占有率の精密

化に成功した。イオン化量子操作ではナノ秒4色位相制

御レーザー場フーリエ合成を行うとともに、有機材料分

析でクラスター励起二次イオン質量分析を実証した。過

渡吸収分光では、光触媒 in-situ 測定を実現し、水分解

初期過程として助触媒との反応を観測。解析技術では、

ヘテロ相関解析手法を確立し、有機材料の結晶相増加が

変形を抑制することを明示した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子欠陥計測、レーザー過渡吸収分光、 

X 線吸収分光、X 線構造解析、質量分析、

相関解析 

［テーマ題目３］インフラ診断技術の開発 

［研究代表者］津田 浩（構造物画像診断グループ） 

［研究担当者］卜部 啓、宮内 秀和、山本 哲也、 

遠山 暢之、李 志遠、王 慶華、 

鈴木 良一、加藤 英俊、豊川 弘之、

平 義隆（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では構造物安全性確保に資する迅速かつ高精度、

可搬性に優れた健全性評価システムを開発することを目

標とし、具体的にはデジタルカメラを用いた高精度な変

位分布計測技術、および超音波探傷装置や可搬型 X 線

検査装置を活用して構造物中におけるサブミリメートル

サイズの欠陥情報のその場可視化技術を開発する。本年

度は以下の研究を行った。1) サンプリングモアレ法に

よる橋梁モニタリングを吊橋とコンクリート橋の二つに

対して行った。吊橋は周期的なトラス構造を有すること

から、トラス構造を利用することで橋梁のたわみを計測

できることを明らかにした。またコンクリート橋には床

版と側板に格子模様を取り付け、橋梁の床面と側面が同

期してたわむことを明らかにした。2) X 線を利用した

非破壊検査技術については、カーボンナノ構造体電子源

を利用した X 線管を用いて、配管などの狭隘部の検査

を実現するため厚さ70mm 以下で110keV 以上の X 線を

発生でき、焦点サイズが1mm 以下の可搬型パルス X 線

源を開発した。放射線線量計開発では、個人向けの携帯

型放射線線量計の技術をベースに、ロボット等に搭載し

て移動しながら線量をモニターするための線量計の設計

及び原理実証試験を行った。3) 陽電子を利用した非破

壊検査については、超短パルスガンマ線を用いた光子誘

起陽電子寿命測定システムの時間分解能を評価した。評

価結果は約170ピコ秒であり、陽電子寿命を測定するに

十分な値であった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］変形分布計測、構造物検査、イメージン

グ技術、放射線線量計、光子誘起陽電子

消滅 

 

［テーマ題目４］材料評価のための先端計測及び分析機

器開発 

［研究代表者］齋藤 直昭 

［研究担当者］志岐 成友、全 伸幸、浮辺 雅宏、 

小池 正記、古部 昭広、松﨑 弘幸、

井藤 浩志、中村 健、後藤 義人、 

大島 永康、木野村 淳、 

オローク ブライアン、鈴木 良一、 

大平 俊行、松林 信行、大久保 雅隆 

（常勤職員17名） 

［研 究 内 容］ 

 新たな産業の創出と発展を先導するための先端計測や

分析機器の開発と、オープンイノベーション通じた社会
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への貢献のため、下記のユーザニーズに対応した改良研

究と装置の利用公開を行った。 

1) 垂直入射型陽電子ビームラインに高分解能半導体検

出器による電子運動量分布測定機能を付加し、複合欠

陥の評価を可能にした。化合物半導体（GaN）の塑

性変形による欠陥種の同定などの評価に適用できた。 

2) X 線吸収分光装置では、エネルギー範囲拡大のため

基板吸収型 STJ 検出器の試作を行い、X 線検出器と

して動作することを確認した。5.9keV におけるエネ

ルギー分解能は135eV（FWHM）であった。また、

従来測定が不可能であった、窒素ドープダイヤモンド

の窒素吸収端スペクトルの測定に成功した。 

3) 可視－近赤外過渡吸収分光装置では、有機系太陽電

池や発光素子のデバイスや要素材料、新しいハイブリ

ッドナノ材料などの過渡吸収測定を行い、デバイスお

よび材料開発の研究に有用なデータを取得してユーザ

に提供した。研究機関に対しては基礎物性評価、企業

に対しては実用化が期待されるデバイスやその材料の

機能性評価に貢献した。 

4) 表面プローブ顕微鏡では、実形状を精密に測定する

ために、溶液中での精密な形状計測技術の開発を行っ

た。具体的には、大気測定では Adhesion Force が探

針の動作を妨げることや、AFM 測定は測定時間が長

いことなどの問題を解決するために、探針・試料を溶

液中に入れて探針先端と試料間の付着力を低減し、フ

ァンデルワールス力等の長距離力の影響を軽減して安

定な動作と高速な動作を可能にした。これらにより、

探針に起因するナノ構造の形状測定誤差を半減できた。 

5) 固体 NMR 装置では、固体酸触媒の酸性質を評価す

る方法を開発した。リン原子を含む塩基性プローブ分

子を酸触媒に導入する新規な方法を提案した。試料は

空気中の湿気を嫌うため、雰囲気を完全に制御して試

料調製を行う手順を確立した。測定した固体高分解能

NMR スペクトルから酸性質の評価ができ、提案した

方法の有効性を確認した。 

  固体触媒材料の表面状態観測では、、リン原子を含

む塩基性プローブ分子を用いて固体酸触媒の酸性質を

評価する方法を適用し。触媒材料の設計・合成へフィ

ードバックを行った。 

6) 超電導アナログデジタル計測デバイス開発拠点

（CRAVITY）で、超伝導デジタル回路のチップ配布

を開始し、かつ、公開セミナーを開催した。支援件数

23件を達成し、登録ユーザ数は31名であるが、技術代

行支援で実質的なユーザ数は45名であった。装置利用

の課金収入は約1500万円であった。H26年3月には

CRAVITY に関するシンポジウムを開催し、約60名の

出席者を得た。 

7) IBEC 機器公開によりユーザの計測分析ニーズに対

応し、所内外に対して合計350件の支援を実施した。

支援時間割合（平均）30%以上の目標を達成した。

TecBIZ Expo 2013などの展示会にて公開機器につい

てのシンポジウムを開催した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］蛍光 X 線、超伝導検出器、陽電子、欠

陥計測、固体 NMR、レーザー分光法、

過渡吸収分光法、走査プローブ顕微鏡

（SPM）、原子間力顕微鏡（AFM） 

 

［テーマ題目５］物質の分析・評価技術の開発と標準化 

［研究代表者］兼松 渉 

（マルチスケール統合解析グループ） 

［研究担当者］岩下 哲雄、永井 英幹、森川 久、 

柘植 明、兼松 渉、山内 幸彦、 

井藤 浩志、野中 秀彦、藤原 幸雄、 

鈴木 淳、中村 健、大久保 雅隆 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、物質の分析・特性評価に必要な計測技術

の研究及び標準化を行う。本年度は、以下の研究開発を

進めるとともに、規格発行に向けた国内外の関係者との

意見調整などを行った。1) 超高温熱膨張計測装置のプ

ロトタイプ機を開発し、カーボン系材料の熱膨張率を最

高2400℃まで接触および非接触法により同時計測を可能

にした。2) ジルコニア中イットリアの化学分析手法に

関する新規格 JIS R1695が発行された。マグネシウム

中不純物酸素分析手法が ISO 新業務項目（NWIP）と

して承認された。3) ISO 提案を目指している電気測定

AFM（走査型拡がり抵抗顕微鏡（SSRM）及び走査型

キャパシタンス顕微鏡（SCM））において、デバイス材

料中のキャリア濃度測定方法と標準試料の構成要件の最

適化を行ったところ、イオン注入法と常温接合技術を用

いて産総研が作製した試料の国内での持ち回り試験

（RRT）の結果が一致する等の進捗があったと同時に、

これら成果を踏まえた民間企業との共同研究へも発展し

た。4) 超電導センサ通則に関する NWIP を IEC 専門

委員会に提出した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超高温、熱膨張、イットリア、化学分析、

転動疲労、原子間力顕微鏡、標準試料、

超伝導センサー 

 

［テーマ題目６］軟 X 線光子に対する波高値スペクト

ル評価技術の確立 

［研究代表者］藤井 剛（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］志岐 成友、浮辺 雅宏、加藤 英俊、

鈴木 良一（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 超伝導トンネル接合（STJ）アレイ検出器は、軟 X
線領域で半導体検出器より5倍以上高いエネルギー分解

能を実現している。我々は、STJ 検出器を搭載した X
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線吸収微細構造分析装置（SC-XAFS）を開発し、SiC
中の300ppm 窒素ドーパント分析に成功した。より低濃

度成分の分離分析を行うには、STJ 検出器の感度及び

エネルギー分解能の向上が求められている。クリーンル

ーム整備により STJ 素子を安定的かつ短時間（4日程度）

で作製することが可能となった。一方で、容易に軟 X
線領域の光子を発生させる線源が無いため、放射光施設

を使わずに検出器の応答特性評価を行うことが出来てい

ない。 

 本研究では、軟 X 線源の開発とその線源を搭載した

STJ 検出器評価用装置の開発を行った。開発した線源

は、カーボンナノ構造体（CNX）から成る電子源とア

ルミニウムターゲットで構成される。CNX に負の電圧

を印可し、CNX から放出される電子をターゲットに入

射し、特性 X 線を発生させる。1素子の大きさが100 

µm 角の STJ 検出器を用いて測定した結果、印可電圧3 

kV、電流0.1mA で、Al-Kα（1487eV）を1kcps 以上計

測した。この高輝度な線源を用いることで、エネルギー

分解能を5分程度で評価することが可能となった。また、

16個の波高値スペクトルを同時に測定可能な読み出し回

路を整備することで、同一チップ上の素子の応答特性を

16素子同時に評価することが可能となった。この装置開

発により、放射光施設でしかできなかった軟 X 線に対

する応答特性評価を実験室で行うことが可能となり、1

か月で4チップ程度の特性評価が可能となった。 

 今後、本装置を使い、軟 X 線に対してより最適化さ

れた検出器を開発し、SC-XAFS の性能向上につなげる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］軟 X 線、検出器、超伝導、カーボンナ

ノ構造体 

 

［テーマ題目７］「革新的ソフトマテリアル」開発に向

けた計測・解析技術の予備的研究 

［研究代表者］兼松 渉（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］西田 雅一、早川 由夫、丸山 豊、 

新澤 英之（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 プロジェクト開始が期待される「革新的ソフトマテリ

アル」の構造解析に必要な計測・解析技術候補の適用可

能性について検証を行った。硬軟二種類のポリマーを混

練し、軟質ポリマーを適度に硬化（架橋）させることに

よって海島構造のような高次構造を有するソフトマテリ

アルのモデル材料を作成することに成功した。このモデ

ル材料に対して低加速電圧Ｘ線 CT による観察を行った

結果、ポリマーが二相に分かれる海島構造が確認できる

とともに、軟質相に選択的に無機粒子が分布することが

分かった。CT により得られた海島構造に関する三次元

データに対して空間統計解析を行ったところ、成形時の

材料流れに起因する異方性が生じていることが分かった。

また、固体核磁気共鳴による解析の結果、軟質ポリマー

の架橋反応の進行度を交差分極測定により評価できるこ

とを明らかにした。これらの成果から、系統的に用意さ

れた材料に対して機能の評価を行い、上記の計測解析手

法によりその構造の特徴を数値化することで、所要の機

能を得るための構造およびそれを得るためのプロセスを

提示できるものと期待された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ソフトマテリアル、ポリマー、高次構造、

X 線 CT、空間統計、固体 NMR 

 

［テーマ題目８］超伝導加速器による短パルス陽電子ビ

ーム発生と材料計測への応用 

［研究代表者］オローク・ブライアン 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］オローク・ブライアン、鈴木 良一、 

大島 永康（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 陽電子は物質中で電子と消滅してγ線（光子）を放出

する。陽電子消滅分光は，試料中の欠陥等を非破壊的に

評価する最も有効な手法である。産総研では，電子線形

加速器を利用して発生した高強度低速陽電子ビームによ

り世界最先端測定技術を開発してきた。近年陽電子ビー

ムをマイクロビーム化することにより欠陥イメージング

や実環境測定を成功した。その技術を公開し、産業ニー

ズに十分対応可能な施設を構築することを目標とし、陽

電子ビーム強度を増強するための超伝導加速器の開発を

開始した。 

共振周波数500MHz の超伝導加速器モジュールによ

って5MeV の電子ビームを発生させるため、25年度には

超伝導加速器用冷凍機システムを構築して液体ヘリウム

の温度（4K）まで冷却することに成功した。開発した

電子入射器で発生した電子ビームを超伝導加速器に入射

し、2MeV 以上の電子加速に成功した。今後は電子入射

器を改造し、目標の5MeV 以上を達成して、高強度低速

陽電子ビーム発生を目指す。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］低速陽電子ビーム、超伝導加速器、電子

銃、陽電子発生 

 

［テーマ題目９］プロトン導電性の新規マトリクスを用

いた二次イオン質量分析（SIMS）の高

感度化技術の開発：プロトン付加反応の

促進による有機・生体関連分子の二次イ

オン収率の増大 

［研究代表者］藤原 幸雄（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］藤原 幸雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 二 次 イ オ ン 質 量 分 析 （ Secondary Ion Mass 
Spectrometry : SIMS）は、一次イオンビームを試料表

面に照射することで生じた二次イオンを質量分析する手
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法である。従来の SIMS では、酸素やセシウム等のイ

オンビームを用いていたが、高分子量域の二次イオンが

ほとんど検出できないという課題があった。 

 しかし、近年、クラスターイオンビーム照射を用いる

ことで、有機材料等を構成する大きな分子も検出できる

ようになり、半導体産業のみならず、化学や医学分野等

においても、SIMS の応用範囲が広がっている。クラス

ターイオンビーム照射の場合には、試料分子の分子構造

を保持しつつ、気相（＝真空）中に脱離させることがで

きる点が大きな特徴である。 

 一方、クラスターSIMS の課題は、二次イオン収率の

向上である。一般的に、イオンビーム照射によって試料

表面から脱離する粒子の殆どは、二次イオンではなく電

気的に中性な原子や分子である。従って、有機・生体関

連分子をソフトに、かつ効率的に二次イオン化する新し

い技術が必要となる。 

 本研究は、分析試料の前処理を工夫することにより、

SIMS の高感度化を目指すものである。本年度は、

SIMS 装置の改造や分析試料設置部の製作等を行い、次

年度における SIMS 分析の準備を進めた。次年度は、

有機系試料に対する SIMS 分析を実施し、本手法の有

用性を調べる予定である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］表面分析、イオン化 

 

⑤【計量標準管理センター】 
（Metrology Management Center） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8563 つくば市梅園1-1-1 中央第3-9 

人 員：26名（19名） 

概 要： 

 計量標準は円滑な国際通商を実現するために不可欠

であり、さらに産業技術や研究開発の技術基盤である

とともに、環境・安全を評価するための技術基盤を与

えるなど、国民の生活に密着したものである。 

 社会に必要とされる計量標準を的確に把握してその

整備・普及の方向性を見出し、標準の供給を的確に行

うとともに、計量標準に係わる活動の成果を社会に広

く普及していく役割を担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［計量標準管理センター］ 

 センター長 臼田 孝 

 ［計量標準計画室］ 

  室長 竹歳 尚之 他 

 ［標準供給保証室］ 

  室長 岸本 勇夫 他 

  [標準物質認証管理室] 

  室長 加藤  健次 他 

 ［国際計量室］ 

  室長 加藤 英幸 他 

 ［計量研修センター］ 

  センター長 衣笠  晋一 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
計量標準計画室（Metrology Planning Office） 

（つくば中央第3-9） 

概 要： 

 計量標準の開発や供給を通じて産業界や社会のイノ

ベーションを促進させるため、研究実施部門と密接に

連携して、計量標準整備計画の策定、維持、改善を図

るとともに、講演会や成果発表会などの開催、報告

書・技術資料の発行などを通して、新しい計量標準に

関する研究成果の発信を行っている。 

 また、計量標準に係る活動内容や研究成果などを広

く普及するため、産技連知的基盤部会、NMIJ 計測ク

ラブ、計測標準フォーラムなどと連携し、NMIJ ホー

ムページ、展示会出展、パンフレット等、様々な形態

の広報・啓発普及活動の企画運営を行っている。 

 

標準供給保証室（Metrology Quality Office） 

（つくば中央第3-9） 

概 要： 

 産総研の成果である多岐にわたる物理系計量標準の

供給事務（申請書受付、証明書類発行など）を一元的

に行うとともに、その信頼性を保証するために必要な

ISO/IEC17025、ISO/IEC ガイド65に基づいた品質

システムの支援業務を行う。 

 標準供給業務としては、次のものがある。 

  ・特定計量器の検定、比較検査、基準器検査 

  ・特定計量器の型式承認試験 

  ・特定二次標準器の校正 

  ・特定副標準器の校正 

  ・技能試験参照値の付与 

  ・研究開発品の頒布 

  ・その他計量に係わる試験・校正サービス 

 

標準物質認証管理室（Reference Materials Office） 

（つくば中央第3-9） 

概 要： 

 産総研において研究開発された標準物質の頒布に関

する事務を行うとともに、その品質を保証するために

必要な ISO ガイド34、ISO/IEC17025に基づいた品質

システムの支援業務を実施している。主な業務として

は、標準物質の認証のための業務（標準物質認証委員

会の開催、標準物質認証書の発行等）、標準物質の該

当法規に従った安全な管理、標準物質の頒布業務、標

準物質に関わる技術相談、ホームページやカタログ配

布等による標準物質関連情報のユーザーへの発信など

がある。 
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国際計量室 

（International Metrology Cooperation Office） 

（つくば中央第3-9） 

概 要： 

 計量標準・法定計量に関わる国際戦略策定の取りま

とめ。国際メートル条約、及び国際法定計量条約に関

係する各種国際会議・委員会・作業委員会（国際度量

衡委員会、国際法定計量委員会等）への対応。国際相

互承認（CIPM MRA、OIML MAA）への対応。計

測標準研究部門が参加する国際比較等の支援・管理。

二国間 MoU に基づく国際活動の取りまとめ。JICA
プロジェクト等の研修事業の支援。途上国向け技術研

修の受入支援。国際機関事務局（ APMP 及び

APLMF）との連絡・調整などを実施している。 
 

計量研修センター（Metrology Training Center） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 計量研修センターは、都道府県・特定市の計量行政

公務員の研修及び民間の計量技術者に対して、一般計

量士、環境計量士の資格付与などのため、一般計量関

係及び環境計量関係の教習を企画・実施する研修機関

である。前身は、1952年に当時の通商産業省傘下に創

設された計量教習所で、2001年に独立行政法人化し、

産総研に合流した。 

 年間約600人の研修生を迎えて一般計量教習、一般

計量特別教習、環境計量特別教習、短期計量教習、環

境計量講習（濃度、騒音、振動関係）、及び計量行政

機関の職員並びに計量士になろうとする者のための特

定教習などを企画し実施している。また、計測技術者

向けの技術研修などを実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データは、計量標準総合センターの業務報告デ

ータに記載。 

 

⑥【計量標準総合センター】 
（National Metrology Institute of Japan） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8563 つくば市梅園1-1-1 中央第3 

概 要： 

 計量標準総合センター（ National Metrology 
Institute of Japan：NMIJ）は、計測標準研究部門、

計量標準管理センターに加え、10月の組織規則の改正

により、計測フロンティア研究部門、生産計測技術研

究センター、計測・計量標準分野研究企画室が追加さ

れ、現在計5部署から構成される。計量標準の整備は

計測技術の研究開発とともに、計量標準総合センター

の重要なミッションであり、産業技術の基盤として大

きな発展が望まれている。計測標準研究部門と計量標

準管理センターが互いに連携を取りながら、経済産業

省が企画立案する政策のもと、計量標準や計測分析技

術に関する先導的な研究開発を行うとともに、質の高

い標準供給を行い、我が国のトレーサビリティ制度と

法定計量制度の発展に貢献している。また、計量標準

総合センターは、外部からは産総研の計量に関わる活

動の中核的な組織として位置付けられ、国際的にはメ

ートル条約などにおいて日本の代表機関として位置付

けられている。なお計量標準総合センターの計量標準

以外の活動については該当する部署の記載を参照され

たい。 

 計量に関わる活動を円滑かつ確実に実施するため、

計量標準管理センターの計量標準計画室を事務局とす

る計量業務運営協議会（9月まで計量標準総合センタ

ー運営委員会）及びその下部の物理標準分科会、化学

標準分科会、法定計量分科会を、それぞれ定期的に開

催している。 

 具体的な、主な活動は以下の通りである。 

１）標準整備計画に基づく、既存の計量標準の維持・

改善と新しい標準の研究・開発 

２）高品質な標準の供給、共同研究・技術指導、広

報・啓発活動等による成果の普及 

３）計量標準の需要動向の調査と、それに基づく標準

整備計画や研究課題への反映 

４）メートル条約、OIML 条約などの国際条約に基

づく活動（計量標準の国際相互承認［MRA］、各国

の国家計量標準機関［NMI］との研究協力・技術

協力など） 

５）計量や計測に関する人材の育成 

６）計量法に基づく計量器の型式承認、基準器検査等 

--------------------------------------------------------------------------- 
関連組織（2014/3/31現在） 

[計量標準総合センター]  代表 三木 幸信 

 [計測標準研究部門] 

   部門長 千葉 光一 他 

 [計量標準管理センター] 

   センター長 臼田 孝 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データ 

・計量標準全体会合 2回 

（4月1日、1月6日） 

・計量業務運営協議会（9月まで計量標準総合センター

運営委員会） 47回 

・第3期中期計画における2013年度の計量標準整備種類

数 24 

・2013年度供給開始標準項目 

 物理標準 14、標準物質 23 

・ピアレビュー及び ASNITE-NMI 認定審査 

技術ピアレビュー・ASNITE-NMI 認定の合同審査を

通じて、校正サービスの5技術分野及び標準物質につ

いて認定を継続・拡大した。 
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・JCSS 審査等への技術専門家の派遣 

 延べ100件、技術専門家の派遣を実施した。 

・講演会等 6回 

１．食総研・産総研ジョイントシンポジウム2013「その

分析値は信頼できますか？－食品中の有害元素分析と

精度管理－」（NMIJ、（独）農業･食品産業技術総合

研究機構 食品総合研究所主催、フード・フォーラ

ム・つくば 後援）7月11日 産総研臨海副都心セン

ター別館 東京 

２．NMIJ 標準物質セミナー2013「きっと役立つ分析ノ

ウハウと標準物質」（NMIJ 主催）9月5日 幕張メッ

セ 

３．産総研オープンラボ 分野講演会「活動の場を広げ

る計量標準」10月31日 産総研つくばセンター 

４．計測標準フォーラム第11回講演会 NMIJ 計量標準

セミナー～産業の安全・安心を支える標準物質～

（NMIJ 主催、標準物質協議会 協力）11月8日 大田

区産業プラザ PiO 

５. 計量標準総合センター2013年度成果発表会 1月23

日～24日 産総研つくばセンター共用講堂 

６. 計測クラブ総会 1月23日～24日 産総研つくばセ

ンター共用講堂 

・技能試験 

１．NMIJ 分析技能向上支援プログラム「農薬残留分析

の信頼性向上のための技能試験-第2回玄米中の農薬分

析-」 5月7日～7月26日、参加者58名 

２．NMIJ 分析技能向上支援プログラム「バリデーショ

ンと不確かさ評価のための技能試験－第6回：玄米中

無機元素分析－」9月16日～11月16日、参加者159名 

・主なイベント参加 

１．「JASIS2013」出展 9月4日～6日 幕張メッセ 

２.「計測展2013TOKYO」ブース出展 11月6日～8日 

東京ビッグサイト 

・出版物発行 1回 

1. 産総研計量標準報告 Vol.9No.1発刊（2014.3）

 

①物理標準 

最上位に位置する国の計量標準の設定・維持・供給という責務を果たすため、さまざまな量に対する国の計量標準

を整備して、計量・計測器の校正・試験、標準物質の頒布といった形で利用者への標準供給サービスを行っている。 

 

法定計量 

  
種  類 受理個数 

検査・ 

試験個数 
不合格個数 不合格（％） 

イ 検定 0 0 0 - 

ロ 型式承認 101 107 7 6.5  

ハ 基準器検査 2,722 2,737 16 0.6 

ニ 比較検査 13 7 0 0.0  

 

校正・試験等 

  種  類 受理個数 校正・試験個数 

ホ 特定標準器による校正  

 （特定二次標準器） 

440 459 

へ 

依頼試験(一般) 3,048 3,568 

依頼試験(特殊)･技能試験用校正 228 229 

特定標準器による校正  

 （特定副標準器） 

19 17 

OIML 適合性試験 8 8 

ト 研究開発品 10 10 
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イ、検 定 

   当所で現在行われている計量法に基づいた検定業務は、精度の極めて高いものと高度の検定設備能力を必要とす 

 るものなどの機種だけがその対象となっている。 

種  類 
      項 目  

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率

（%） 

ガラス製温度計 
つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 - 

総     計 0 0 0 - 

 

 

 

ロ、型式承認 

 計量器の構造（性能及び材料の特性を含む。）をあらかじめ十分に試験して、一定の基準に適合するものに「型

式の承認」を与え、同一構造のものについては、その後の計量器の検定に際し、構造の検定を省略（一部残るもの

もある）し、検定の適正化と効率化を図る制度である。 

種 類 
      項 目 
 
実施場所 

受 理 個 数 
試 験 
個 数 

承 認 
個 数 

不承認 
個 数 

不承 
認率
（%） 

新規 追加 計 

タクシーメーター 

つくばセンター 

関西センター 

1 

0 

0 

0 

1 

0 

2 

0 

2 

0 

0 

0 

0.0 

- 

合   計 1 0 1 2 2 0 0.0 

質
量
計 

非自動はかり 

つくばセンター 11 16 27 27 26 1 3.7 

関西センター 0 5 5 5 5 0 0.0 

合   計 11 21 32 32 31 1 3.1 

温
度
計 

ガラス製体温計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

抵抗体温計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 7 2 9 11 10 1 9.1 

小   計 7 2 9 11 10 1 9.1 

合   計 7 2 9 11 10 1 9.1 

体
積
計 

水道メーター 

つくばセンター 8 5 13 18 14 4 22.2 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 8 5 13 18 14 4 22.2 

温水メーター 

つくばセンター 0 1 1 1 0 1 100.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 1 1 1 0 1 100.0 

燃料油メーター 

つくばセンター 0 3 3 3 3 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 3 3 3 3 0 0.0 

液化石油ガスメーター 

つくばセンター 0 0 0 1 1 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 1 1 0 0.0 

ガスメーター 

つくばセンター 0 12 12 10 10 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 12 12 10 10 0 0.0 

合   計 8 21 29 33 28 5 15.2 

圧
力
計 

アネロイド型圧力計 

つくばセンター 0 2 2 2 2 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 2 2 2 2 0 0.0 

アネロイド型血圧計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 5 13 18 17 17 0 0.0 

小   計 5 13 18 17 17 0 0.0 

合   計 5 15 20 19 19 0 0.0 



研 究 

(362) 

種 類 
      項 目 
 
実施場所 

受 理 個 数 
試 験 
個 数 

承 認 
個 数 

不承認 
個 数 

不承 
認率
（%） 

新規 追加 計 

熱
量
計 

積算熱量計 

つくばセンター 0 1 1 1 1 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

合   計 0 1 1 1 1 0 0.0 

騒
音
計 

普通騒音計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

精密騒音計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

合   計 0 0 0 0 0 0 - 

照度計 

つくばセンター 1 2 3 3 3 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

合   計 1 2 3 3 3 0 0.0 

濃
度
計 

ジルコニア式酸素濃

度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

溶液導電率式二酸化

硫黄濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

磁気式酸素濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

紫外線式二酸化硫黄

濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

紫外線式窒素酸化物

濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

非分散型赤外線式二

酸化硫黄濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 1 0 1 1 1 0 0.0 

小   計 1 0 1 1 1 0 0.0 

非分散型赤外線式窒

素酸化物濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 1 0 1 1 1 0 0.0 

小   計 1 0 1 1 1 0 0.0 

非分散型赤外線式一

酸化炭素濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 1 0 1 1 1 0 0.0 

小   計 1 0 1 1 1 0 0.0 

化学発光式窒素酸化

物濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

ガラス電極式水素イ

オン濃度検出器 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 1 0 1 1 1 0 0.0 

小   計 1 0 1 1 1 0 0.0 

ガラス電極式水素イ

オン濃度指示計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 2 0 2 2 2 0 0.0 

小   計 2 0 2 2 2 0 0.0 

合   計 6 0 6 6 6 0 0.0 

合  計 
つくばセンター 21 42 63 68 62 6 8.8 

関西センター 18 20 38 39 38 1 2.6 

総      計 39 62 101 107 100 7 6.5 
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ハ、基準器検査 

 計量器の構造、修理などの事業を行う者及び計量関係行政機関等が、検定、定期検査、立入検査などを行う場合

には、その標準として基準器検査に合格して基準器検査成績書が交付された基準器を用いることになっている。基

準器検査の対象機種の大半については当所が検査を行っており、これらの業務は計量法に基づいて行う重要な標準

供給業務となっている。なお、基準器検査は検定手数料の関係から次の二つに大別される。 

 (1) 手数料を徴収する検査（計量器メーカー等が使用するもの） 

  (2) 手数料を伴わない検査（計量行政機関等が使用するもの） 

 種   類 
      項 目    

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率

（%） 

長
さ 

基準巻尺 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 26 26 0 0.0  

合   計 26 26 0 0.0  

質
量
基
準
器 

基準手動天びん 

つくばセンター 48 48 0 0.0 

関西センター 100 103 4 3.9 

小   計 148 151 4 2.6 

基準台手動はかり 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 -  

基準直示天びん 

つくばセンター 6 6 1 16.7 

関西センター 5 5 0 0.0  

小   計 11 11 1 9.1 

特級基準分銅 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 1,114 1,115 4 0.4 

小   計 1,114 1,115 4 0.4  

合   計 1,273 1,277 9 0.7  

温
度
基
準
器 

基準ガラス製温度計 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 137 137 0 0.0 

合   計 137 137 0 0.0 

体
積
基
準
器 

基準フラスコ 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 61 61 0 0.0  

小   計 61 61 0 0.0  

基準ビュレット 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 16 16 0 0.0  

小   計 16 16 0 0.0  

基準ガスメーター 

つくばセンター 64 67 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 64 67 0 0.0  

基準水道メーター 

つくばセンター 42 42 1 2.4  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 42 42 1 2.4  

基準燃料油メーター 

つくばセンター 68 68 0 0.0 

関西センター 0 0 0 - 

小   計 68 68 0 0.0  

基準タンク 

つくばセンター 97 98 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 97 98 0 0.0  

基準体積管 

つくばセンター 32 33 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 32 33 0 0.0  

合   計 380 385 1 0.3  
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 種   類 
      項 目    

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率

（%） 

密
度
基
準
器 

基準密度浮ひょう 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 77 77 0 0.0  

小   計 77 77 0 0.0  

液化石油ガス用 

浮ひょう型密度計 

  

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 62 63 1 1.6  

小   計 62 63 1 1.6  

合   計 139 140 1 0.7 

圧
力
基
準
器 

基準液柱型圧力計 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 162 165 2 1.2  

小   計 162 165 2 1.2  

基準重錘型圧力計 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 365 366 3 0.8  

小   計 365 366 3 0.8 

合   計 527 531 5 0.9 

騒
音 

基準静電型マイクロホ

ン 

つくばセンター 15 15 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

合   計 15 15 0 0.0  

振
動 

基準サーボ式ピックア

ップ 

つくばセンター 4 5 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

合   計 4 5 0 0.0  

濃
度 

基準酒精度浮ひょう 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 36 36 0 0.0  

合   計 36 36 0 0.0  

比
重
基
準
器 

基準比重浮ひょう 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 154 154 0 0.0  

小   計 154 154 0 0.0  

基準重ボーメ度浮ひょう 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 31 31 0 0.0  

小   計 31 31 0 0.0  

合   計 185 185 0 0.0  

合  計 
つくばセンター 376 382 2 0.5 

関西センター 2,346 2,355 14 0.6  

  総      計 2,722 2,737 16 0.6  

 

ニ、比較検査 

 比較検査は、検定と同様に合否の判定を行うが、具体的な器差を明らかにして成績書を交付し、精密な計量に奉

仕する制度である。 

 

 種   類 
      項 目    

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率

（%） 

酒精度浮ひょう 
つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 13 7 0 0.0 

合   計 13 7 0 0.0 
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ホ、特定標準器による校正試験 

特定標準器による校正（特定二次標準器） 

種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

01.長さ 1 0 1 1 0 1 

 光周波数コム装置 1 0 1 1 0 1 

02.幾何学量 2 0 2 2 0 2 

 ロータリーエンコーダ 2 0 2 2 0 2 

03.時間 124 0 124 136 0 136 

 周波数標準器 124 0 124 136 0 136 

04.質量  109 0 109 109 0 109 

 標準分銅  109 0 109 109 0 109 

05.力 16 0 16 14 0 14 

 実荷重式、こうかん式又は油圧式力基準機 16 0 16 14 0 14 

06.トルク 4 0 4 4 0 4 

 参照用トルクレンチ 4 0 4 4 0 4 

07.圧力  16 0 16 16 0 16 

 ピストン式重錘型圧力標準器   16 0 16 16 0 16 

09.真空 2 0 2 2 0 2 

 粘性真空計 2 0 2 2 0 2 

10.流量 10 0 10 11 0 11 

 ISO 型トロイダルスロート音速ノズル 1 0 1 1 0 1 

  気体流量校正装置 0 0 0 1 0 1 

 石油用流量計  9 0  9 9 0 9 

 超音波流速計 0 0 0 0 0 0 

 微風速校正風洞 0 0 0 0 0 0 

11.密度 2 0 2 2 0 2 

 シリコン単結晶 2 0 2 2 0 2 

14.音響 10 0 10 10 0 10 

 標準マイクロホン 10 0 10 10 0 10 

16.振動加速度 1 0 1 1 0 1 

 振動加速度計 1 0 1 1 0 1 

19.直流・低周波 32 0 32 32 0 32 

 交直変換器 5 0 5 5 0 5 

 交流抵抗器 2 0 2 2 0 2 

 電圧発生装置 5 0 5 5 0 5 

 標準キャパシタ 4 0 4 4 0 4 

 標準抵抗器 12 0 12 12 0 12 

 誘導分圧器 4 0 4 4 0 4 

20.高周波 50 0 50 52 0 52 

 ピストン減衰器 1 0 1 1 0 1 

 固定長エレメント型ダイポールアンテナ 1 0 1 1 0 1 

 光パワー測定装置 3 0 3 4 0 4 

  光電検出器 2 0 2 2 0 2 

高周波インピーダンス 20 0 20 20 0 20 

高周波電圧 1 0 1 1 0 1 

高周波電力 2.9mm 同軸 4 0 4 4 0 4 

高周波電力 7mm 同軸 9 0 9 10 0 10 

 同軸可変減衰器 8 0 8 8 0 8 

 同軸固定減衰器 1 0 1 1 0 1 

21.測光量・放射量 6 0 6 6 0 6 

 分光応答度 3 0 3 3 0 3 

 分光放射照度 3 0 3 3 0 3 

22.放射線 14 0 14 15 0 15 

  β線吸収線量測定器 1 0 1 1 0 1 

 放射線線量計 13 0 13 14 0 14 
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種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

23.放射能 0 0 0 6 0 6 

 放射能測定装置(遠隔校正）   0 0 0 6 0 6 

24.中性子 1 0 1 1 0 1 

  中性子検出器 1 0 1 1 0 1 

25.温度 20 0 20 20 0 20 

 貴金属熱電対 14 0 14 10 0 10 

 白金抵抗温度計 6 0 6 10 0 10 

26.湿度 20 0 20 19 0 19 

 露点計 20 0 20 19 0 19 

28.硬さ 0 0 0 0 0 0 

  ロックウェル硬さ標準片 0 0 0 0 0 0 

合   計 440 0 440 459 0 459 
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ヘ、依頼試験 

依頼試験 

種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

01.長さ 32 0 32 32 0 32 

 ブロックゲージ絶対測定 22 0 22 22 0 22 

 距離計 4 0 4 4 0 4 

 波長(周波数)安定化レーザ 5 0 5 5 0 5 

 標準尺絶対測定(指定線間) 1 0 1 1 0 1 

02.幾何学量 61 0 61 62 0 62 

 CMM による幾何形状測定 40 0 40 42 0 42 

 オートコリメータ 4 0 4 3 0 3 

 ステップゲージ 3 0 3 3 0 3 

 ボールプレート・ホールプレート 1 0 1 1 0 1 

 触針式段差・深さ 1 0 1 1 0 1 

 線幅（フォトマスク） 1 0 1 1 0 1 

 多面鏡 3 0 3 3 0 3 

  表面粗さ測定 1 0 1 1 0 1 

 平面度 7 0 7 7 0 7 

03.時間 68 0 68 68 0 68 

 周波数（遠隔校正） 60 0 60 61 0 61 

 周波数発振器 原子発振器・商用発振器 8 0 8 7 0 7 

04.質量 61 0 61 61 0 61 

  特性試験 30 0 30 30 0 30 

  分銅又はおもり 31 0 31 31 0 31 

05.力 1 0 1 1 0 1 

  高精度力計 1 0 1 1 0 1 

06.トルク 6 0 6 6 0 6 

 トルクメータ 6 0 6 6 0 6 

  参照用トルクレンチ 0 0 0 0 0 0 

07.圧力 2 0 2 2 0 2 

 液体 1 0 1 1 0 1 

 気体 1 0 1 1 0 1 

09.真空計 13 0 13 13 0 13 

 リーク 3 0 3 3 0 3 

 真空計 2 0 2 2 0 2 

 標準コンダクタンス 8 0 8 8 0 8 

10.流量 11 0 11 9 0 9 

  液体小流量 1 0 1 0 0 0 

 液体大流量及び中流量 5 0 5 5 0 5 

 気体中流速 2 0 2 2 0 2 

  石油小流量（軽油・灯油） 1 0 1 0 0 0 

  石油中流量（軽油・灯油） 1 0 1 1 0 1 

  石油中流量（軽油・灯油・低粘度工業用潤滑

油（スピンドル油）） 

1 0 1 1 0 1 

11.密度 2 0 2 2 0 2 

  シリコン単結晶 1 0 1 1 0 1 

  固体材料 1 0 1 1 0 1 

12.粘度・動粘度 2 0 2 9 0 9 

 粘度標準液 2 0 2 9 0 9 

13.体積 1 0 1 1 0 1 

 体積（衡量法） 1 0 1 1 0 1 

14.音響 3 0 3 3 0 3 

  音響校正器 1 0 1 1 0 1 

 音場感度（計測用マイクロホン） 2 0 2 2 0 2 

15.超音波 29 0 29 29 0 29 
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種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

 音場感度（ハイドロホン） 27 0 27 27 0 27 

  超音波パワー 1 0 1 1 0 1 

  超音波音場パラメタ 1 0 1 1 0 1 

17.衝撃加速度 1 0 1 1 0 1 

  電圧感度 1 0 1 1 0 1 

19.直流・低周波 3 0 3 3 0 3 

 インダクタ 1 0 1 1 0 1 

  交流電圧計 0 0 0 0 0 0 

変流器 2 0 2 2 0 2 

20.高周波 46 0 46 48 0 48 

 アンテナ係数試験 3 0 3 3 0 3 

 レーザパワー 4 0 4 5 0 5 

応答非直線性（光パワーメータ） 4 0 4 4 0 4 

応答非直線性（光パワーメータ）の波長依存性

試験 2 0 2 2 0 2 

光ファイバパワー 1 0 1 1 0 1 

高周波インピーダンス 15 0 15 15 0 15 

高周波電力 7 0 7 7 0 7 

  低周波磁界強度 1 0 1 1 0 1 

 同軸可変減衰器 3 0 3 3 0 3 

 導波管可変減衰器 1 0 1 1 0 1 

 利得（ホーンアンテナ） 5 0 5 6 0 6 

21.測光量・放射量 19 0 19 20 0 20 

  照度応答度 1 0 1 1 0 1 

 分光応答度 15 0 15 15 0 15 

 分光拡散反射率（可視域）  2 0 2 2 0 2 

 分光放射照度 1 0 1 2 0 2 

22.放射線 2,563 0 2,563 3,043 0 3,043 

  β線 589 0 589 589 0 589 

 照射線量（率）測定器 26 0 26 26 0 26 

 水吸収線量 6 0 6 6 0 6 

 放射線量検出素子 1,942 0 1,942 2,422 0 2,422 

23.放射能 5 0 5 3 0 3 

 放射能濃度 5 0 5 3 0 3 

24.中性子  1 0  1 1 0  1 

  中性子源校正試験 1 0 1 1 0 1 

25.温度 9 0 9 10 0 10 

 カプセル型白金抵抗温度計 0 0 0 2 0 2 

 貴金属温度計 0 0 0 0 0 0 

 非接触温度計・校正装置 9 0 9 8 0 8 

26.湿度 7 0 7 9 0 9 

  物質量分率表示が可能な微量水分計 1 0 1 1 0 1 

 露点計 6 0 6 8 0 8 

27.固体物性 20 0 20 20 0 20 

  熱拡散率 0 0 0 0 0 0 

 熱膨張率（線膨張係数） 20 0 20 20 0 20 

29.衝撃値 1 0 1 1 0 1 

 衝撃試験機 1 0 1 1 0 1 

30.粒子・粒子特性 5 0 5 6 0 6 

  粒径 0 0 0 1 0 1 

 粒子数濃度 5 0 5 5 0 5 

31.純度 42 0 42 74 0 74 

 高純度有機標準物質 42 0 42 74 0 74 

32. 薄膜・多層膜 3 0 3 3 0 3 
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種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

  膜厚 3 0 3 3 0 3 

51.計量器の構成要素及び検査装置の試験 26 0 26 23 0 23 

 質量計用ターミナル・デジタルディスプレイ 9 0 9 9 0 9 

  質量計用ロードセル（OIML R60に対応する型式） 1 0 1 1 0 1 

 質量計用指示計（アナログ信号） 7 0 7 4 0 4 

  特定計量器外部接続装置の性能試験 5 0 5 5 0 5 

  燃料油メーター用ホース 1 0 1 1 0 1 

 燃料油メーター用表示装置 3 0 3 3 0 3 

52.その他 5 0 5 5 0 5 

 体積 2 0 2 2 0 2 

 流量 3 0 3 3 0 3 

合   計 3,048 0 3,048 3,568 0 3,568 
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へ．依頼試験 

依頼試験（特殊）・技能試験用校正 

種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

05.力 1 0 1 1 0 1 

  高精度力計 1 0 1 1 0 1 

10.流量 1 0 1 2 0 2 

 気体小流量 0 0 0 1 0 1 

  微風速 1 0 1 1 0 1 

11.密度 0 2 2 0 2 2 

 密度浮ひょう 0 1 1 0 1 1 

  重ボーメ度浮ひょう 0 1 1 0 1 1 

13.体積 0 0 0 0 0 0 

  フラスコ（受用） 0 0 0 0 0 0 

  メスシリンダー（受用） 0 0 0 0 0 0 

14.音響 1 0 1 1 0 1 

  サウンドレベルメータ 1 0 1 1 0 1 

  音響校正器 0 0 0 0 0 0 

16.振動加速度 0 0 0 0 0 0 

 振動加速度計 0 0 0 0 0 0 

19.直流・低周波 2 0 2 2 0 2 

  キャパシタ 1 0 1 1 0 1 

 交直電圧比較装置 1 0 1 1 0 1 

20.高周波 3 0 3 3 0 3 

  高周波インピーダンス 1 0 1 1 0 1 

 高周波電力 2 0 2 2 0 2 

25.温度 1 0 1 1 0 1 

 貴金属熱電対 1 0 1 1 0 1 

28.硬さ 7 0 7 7 0 7 

  ビッカース硬さ標準片 4 0 4 4 0 4 

  ロックウェル硬さ標準片 3 0 3 3 0 3 

52.その他 210 0 210 210 0 210 

 家庭用はかり 180 0 180 180 0 180 

 非自動はかり（3級，4級） 30 0 30 30 0 30 

合   計 226 2 228 227 2 229 
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ヘ、依頼試験 

特定標準器による校正（特定副標準器） 

                 実施場所 

 種 類  

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

19.直流・低周波 8 0 8 8 0 8 

 交流電圧用交直変換器 4 0 4 4 0 4 

 交流電流用交直変換器 1 0 1 1 0 1 

 電圧発生装置 1 0 1 1 0 1 

 標準抵抗器 2 0 2 2 0 2 

21.測光量・放射量 3 0 3 0 0 0 

 分光放射照度標準電球 3 0 3 0 0 0 

25.温度 8 0 8 9 0 9 

 温度計用 4 0 4 5 0 5 

 放射温度計校正用 4 0 4 4 0 4 

合    計 19 0 19 17 0 17 

 
ヘ、依頼試験 

OIML 適合性試験 

種 類 
      項 目 

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率 

（％） 

試験成績書審査 
つくばセンター 1 2 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

自動車等給油メーター 
つくばセンター 2 2 0 0.0 

関西センター 0 0 0 - 

質量計用ロードセル 
つくばセンター 4 4 0 0.0 

関西センター 0 0 0 - 

水道メーター 
つくばセンター 1 0 0 - 

関西センター 0 0 0 - 

合  計 8 8 0 0.0 

 

ト、研究開発品 

             実施場所 

種類 

頒 布 個 数 

つくばセンター 関西センター 計 

1.熱拡散率試験片（4枚） 0 0 0 

2.石英ヨウ素セル 0 0 0 

3.パッシブ型シールドループアンテナ 2 0 2 

4.標準コンダクタンスエレメント 8 0 8 

5.ジョセフソン電圧標準素子 0 0 0 

合  計 10 0 10 
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②認証標準物質 

 計量標準総合センターでは品質システムを整備し、生産計画に基づいて標準物質の生産を行っている。特性値は安

定性と均一性を確認し、妥当性が確かめられた測定方法とトレーサビリティの確立された計測標準を用いている。ま

た、不確かさを算出した上で内部の標準物質認証委員会にて審議され、認証標準物質（NMIJ CRM）を随時頒布し

ている。 

 

認証標準物質の一覧表 

（NMIJ 認証標準物質） 

識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 1001-a 鉄－クロム合金（Cr 5%） 2 

NMIJ CRM 1002-a 鉄－クロム合金（Cr 15%） 2 

NMIJ CRM 1003-a 鉄－クロム合金（Cr 20%） 2 

NMIJ CRM 1004-a 鉄－クロム合金（Cr 30%） 2 

NMIJ CRM 1005-a 鉄－クロム合金（Cr 40%） 2 

NMIJ CRM 1006-a 鉄－ニッケル合金（Ni 5%） 2 

NMIJ CRM 1007-a 鉄－ニッケル合金（Ni 10%） 2 

NMIJ CRM 1008-a 鉄－ニッケル合金（Ni 20%） 2 

NMIJ CRM 1009-a 鉄－ニッケル合金（Ni 40%） 2 

NMIJ CRM 1010-a 鉄－ニッケル合金（Ni 60%） 2 

NMIJ CRM 1011-b 鉄－炭素合金（C 0.1%） 6 

NMIJ CRM 1012-b 鉄－炭素合金（C 0.2%） 6 

NMIJ CRM 1013-b 鉄－炭素合金（C 0.3%） 6 

NMIJ CRM 1014-b 鉄－炭素合金（C 0.5%） 6 

NMIJ CRM 1015-b 鉄－炭素合金（C 0.7%） 6 

NMIJ CRM 1016-a 鉄クロム合金（Cr 40%） 0 

NMIJ CRM 1017-a   EPMA 用ステンレス鋼 4 

NMIJ CRM 1018-a   EPMA 用 Ni（36%）－Fe 合金 0 

NMIJ CRM 1019-a EPMA 用 Ni（42%）－Fe 合金 0 

NMIJ CRM 1020-a EPMA 用高ニッケル合金 0 

NMIJ CRM 3001-b フタル酸水素カリウム 34 

NMIJ CRM 3002-a ニクロム酸カリウム 3 

NMIJ CRM 3003-a 三酸化二ひ素 15 

NMIJ CRM 3004-a アミド硫酸 11 

NMIJ CRM 3005-a 炭酸ナトリウム 7 

NMIJ CRM 3006-a よう素酸カリウム 5 

NMIJ CRM 3007-a しゅう酸ナトリウム 12 

NMIJ CRM 3008-a 塩化ナトリウム 4 

NMIJ CRM 3011-a 塩化アンモニウム 0 

NMIJ CRM 3012-a トリス（ヒドロキシメチル）アミノメタン 0 

NMIJ CRM 3201-a 塩酸（0.1 mol kg−1） 2 

NMIJ CRM 3401-a 一酸化窒素 0 

NMIJ CRM 3402-b 二酸化硫黄 0 

NMIJ CRM 3403-a 亜酸化窒素標準ガス（高濃度、窒素希釈） 0 

NMIJ CRM 3404-c 酸素 1 

NMIJ CRM 3406-d 一酸化炭素 1 

NMIJ CRM 3407-a 二酸化炭素 0 

NMIJ CRM 3408-a 窒素希釈酸素 (10 µmol/mol) 0 

NMIJ CRM 3601-a ナトリウム標準液 Na（1000） 0 

NMIJ CRM 3602-a カリウム標準液 K（1000） 0 

NMIJ CRM 3604-a マグネシウム標準液 Mg（1000） 1 

NMIJ CRM 3605-a アルミニウム標準液 Al（1000） 2 

NMIJ CRM 3606-a 銅標準液 Cu（1000） 1 

NMIJ CRM 3607-a 亜鉛標準液 Zn（1000） 1 
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識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 3608-a 鉛標準液 Pb（1000） 2 

NMIJ CRM 3609-a カドミウム標準液 Cd（1000） 1 

NMIJ CRM 3610-a マンガン標準液 Mn（1000） 2 

NMIJ CRM 3611-a 鉄標準液 Fe（1000） 2 

NMIJ CRM 3612-a ニッケル標準液 Ni（1000） 2 

NMIJ CRM 3613-a コバルト標準液 Co（1000） 2 

NMIJ CRM 3614-a ひ素標準液 As（1000） 2 

NMIJ CRM 3615-a アンチモン標準液 Sb（1000） 2 

NMIJ CRM 3616-a ビスマス標準液 Bi（1000） 2 

NMIJ CRM 3620-a リチウム標準液 Li（1000） 0 

NMIJ CRM 3621-a バリウム標準液 Ba（1000） 1 

NMIJ CRM 3622-a モリブデン標準液 Mo（1000） 1 

NMIJ CRM 3623-a ストロンチウム標準液 Sr（1000） 2 

NMIJ CRM 3624-a ルビジウム標準液 Rb（1000） 0 

NMIJ CRM 3625-a タリウム標準液 Tl（1000） 1 

NMIJ CRM 3626-a すず標準液 Sn（1000） 2 

NMIJ CRM 3628-a セシウム標準液 Cs（1000） 0 

NMIJ CRM 3629-a インジウム標準液 In（1000） 2 

NMIJ CRM 3631-a ガリウム標準液 Ga（1000） 2 

NMIJ CRM 3632-a バナジウム標準液 V（1000） 1 

NMIJ CRM 4001-b エタノール 3 

NMIJ CRM 4002-a ベンゼン 16 

NMIJ CRM 4003-b トルエン 12 

NMIJ CRM 4004-a 1,2-ジクロロエタン 0 

NMIJ CRM 4005-a ジクロロメタン 0 

NMIJ CRM 4006-a 四塩化炭素 0 

NMIJ CRM 4011-a o-キシレン 2 

NMIJ CRM 4012-a m-キシレン 1 

NMIJ CRM 4013-a p-キシレン 1 

NMIJ CRM 4014-a 1,1-ジクロロエチレン 0 

NMIJ CRM 4019-a ブロモホルム（トリブロモメタン） 0 

NMIJ CRM 4020-a ブロモジクロロメタン 0 

NMIJ CRM 4021-a エチルベンゼン 2 

NMIJ CRM 4022-b フタル酸ジエチル 0 

NMIJ CRM 4030-a ビスフェノール A 3 

NMIJ CRM 4036-a ジブロモクロロメタン 1 

NMIJ CRM 4038-a 1,2-ジクロロプロパン 0 

NMIJ CRM 4039-a 1,4-ジクロロベンゼン 1 

NMIJ CRM 4040-b アクリロニトリル 10 

NMIJ CRM 4051-b メタン 0 

NMIJ CRM 4052-b プロパン 0 

NMIJ CRM 4054-a アセトアルデヒド 9 

NMIJ CRM 4055-a スチレン 11 

NMIJ CRM 4056-a ペルフルオロオクタン酸 4 

NMIJ CRM 4202-a p､p'’-DDE 標準液 3 

NMIJ CRM 4203-a γ-HCH 標準液 3 

NMIJ CRM 4206-a PCB28標準液 0 

NMIJ CRM 4207-a PCB153標準液 0 

NMIJ CRM 4208-a PCB170標準液 0 

NMIJ CRM 4209-a PCB194標準液 0 

NMIJ CRM 4210-a PCB70標準液 0 

NMIJ CRM 4211-a PCB105標準液 0 

NMIJ CRM 4213-a ベンゾ[a]ピレン標準液 1 
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識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 4214-a p,p’-DDT, p,p’-DDE, γ-HCH 混合標準液 0 

NMIJ CRM 4215-a 燃料中硫黄分分析用標準液 11 

NMIJ RM 4216-a トルエン（燃料中硫黄分分析用-ブランク） 9 

NMIJ CRM 4217-a 燃料中硫黄分分析用標準液-高濃度 0 

NMIJ CRM 4220-a ペルフルオロオクタンスルホン酸カリウム標準液（メタノール溶液） 1 

NMIJ CRM 4221-a ジブチルスルフィド（燃料中硫黄分分析用－高純度） 1 

NMIJ CRM 4222-a 水分分析用標準液（0.1 mg/g） 3 

NMIJ CRM 4403-a SF6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、排出レベル） 0 

NMIJ CRM 4404-a SF6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、濃度0.5%） 0 

NMIJ CRM 4405-a C2F6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、濃度0.5%） 0 

NMIJ CRM 4406-a SF6・C2F6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、濃度0.5%） 0 

NMIJ CRM 5001-a ポリスチレン2400 7 

NMIJ CRM 5002-a ポリスチレン500 10 

NMIJ CRM 5004-a ポリスチレン1000 5 

NMIJ CRM 5005-a ポリエチレングリコール400 8 

NMIJ CRM 5006-a ポリエチレングリコール1000 5 

NMIJ CRM 5007-a ポリエチレングリコール1500 2 

NMIJ CRM 5008-a ポリスチレン（多分散） 2 

NMIJ RM 5009-a ポリスチレン8500 2 

NMIJ CRM 5010-a ポリエチレングリコールノニルフェニルエーテル 1 

NMIJ CRM 5101-a しゅう酸塩 pH 標準液 2 

NMIJ CRM 5102-a フタル酸塩 pH 標準液 2 

NMIJ CRM 5103-a 中性りん酸塩 pH 標準液  5 

NMIJ CRM 5104-a りん酸塩 pH 標準液 2 

NMIJ CRM 5105-a ほう酸塩 pH 標準液 6 

NMIJ CRM 5106-a 炭酸塩 pH 標準液 4 

NMIJ CRM 5202-a SiO2／Si 多層膜標準物質 7 

NMIJ CRM 5203-a GaAs／AlAs 超格子 2 

NMIJ CRM 5204-b 極薄シリコン酸化膜 1 

NMIJ CRM 5205-a デルタ BN 多層膜 1 

NMIJ CRM 5401-a シクロヘキサン（熱分析用標準物質） 17 

NMIJ CRM 5502-a 動的粘弾性（PVC） 5 

NMIJ CRM 5503-a 動的粘弾性（PMMA） 8 

NMIJ CRM 5504-a 動的粘弾性（PE-UHMW） 3 

NMIJ CRM 5505-a 動的粘弾性（PEEK） 5 

NMIJ CRM 5506-a シャルピー衝撃試験（PVC） 2 

NMIJ CRM 5507-a シャルピー衝撃試験（PMMA） 0 

NMIJ CRM 5601-a 陽電子寿命による超微細空孔測定用石英ガラス 0 

NMIJ CRM 5602-a 陽電子寿命による超微細空孔測定用ポリカーボネート 0 

NMIJ CRM 5603-a 低エネルギーひ素イオン注入けい素（レベル：3×1015 atoms/cm2） 1 

NMIJ CRM 5604-a 低エネルギーひ素イオン注入けい素（レベル：6×1014 atoms/cm2） 1 

NMIJ CRM 5605-a ハフニウム定量用酸化ハフニウム薄膜 1 

NMIJ CRM 5701-a ポリスチレンラテックス ナノ粒子（120nm） 11 

NMIJ CRM 6001-a コレステロール 2 

NMIJ CRM 6002-a テストステロン 2 

NMIJ CRM 6003-a プロゲステロン 4 

NMIJ CRM 6004-a 17β-エストラジオール 9 

NMIJ CRM 6005-a クレアチニン 3 

NMIJ CRM 6006-a 尿素 2 

NMIJ CRM 6007-a ヒドロコルチゾン 1 

NMIJ CRM 6008-a 尿酸 1 

NMIJ CRM 6009-a トリオレイン 2 

NMIJ CRM 6011-a L-アラニン 4 
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識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 6012-a L-ロイシン 5 

NMIJ CRM 6013-a L-イソロイシン 4 

NMIJ CRM 6014-a L-フェニルアラニン 4 

NMIJ CRM 6015-a L-バリン 4 

NMIJ CRM 6016-a L-プロリン 7 

NMIJ CRM 6017-a L-アルギニン 4 

NMIJ CRM 6018-a L-リシン一塩酸塩 3 

NMIJ CRM 6019-a L-チロシン 1 

NMIJ CRM 6020-a L-トレオニン 1 

NMIJ CRM 6021-a L-セリン 1 

NMIJ CRM 6022-a グリシン 4 

NMIJ CRM 6023-a L-メチオニン 0 

NMIJ CRM 6024-a L-ヒスチジン 2 

NMIJ CRM 6025-a L-シスチン 0 

NMIJ CRM 6026-a L-グルタミン酸 2 

NMIJ CRM 6027-a L-アスパラギン酸 1 

NMIJ CRM 6201-b Ｃ反応性蛋白溶液  0 

NMIJ CRM 6204-a 定量解析用リボ核酸（RNA）水溶液 8 

NMIJ CRM 6401-b コルチゾール分析用ヒト血清（4濃度レベル） 3 

NMIJ CRM 6901-b C-ペプチド 2 

NMIJ CRM 7202-b 河川水（微量元素分析用 添加） 112 

NMIJ CRM 7302-a 海底質（有害金属分析用） 11 

NMIJ CRM 7303-a 湖底質（有害金属分析用） 12 

NMIJ CRM 7304-a 海底質（ポリクロロビフェニル、塩素系農薬類分析用－高濃度） 0 

NMIJ CRM 7305-a 海底質（ポリクロロビフェニル、塩素系農薬類分析用－低濃度） 2 

NMIJ CRM 7307-a 湖底質（多環芳香族炭化水素分類分析用） 3 

NMIJ CRM 7308-a トンネル粉じん（多環芳香族炭化水素分析用・有害元素分析用） 1 

NMIJ CRM 7401-a サメ肝油（塩素系農薬類分析用） 0 

NMIJ CRM 7402-a タラ魚肉粉末標準物質（微量元素・アルセノベタイン・メチル水銀分析用） 33 

NMIJ CRM 7403-a メカジキ魚肉粉末（微量元素・アルセノベタイン・メチル水銀分析用） 19 

NMIJ CRM 7404-a スズキ魚肉粉末(有機汚染物質分析用) 0 

NMIJ CRM 7405-a ひじき粉末（微量元素・ひ素化合物分析用） 41 

NMIJ CRM 7501-a 白米粉末（微量元素分析用 Cd 濃度レベルⅠ） 44 

NMIJ CRM 7502-a 白米粉末（微量元素分析用 Cd 濃度レベルⅡ） 44 

NMIJ CRM 7503-a 白米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 80 

NMIJ CRM 7504-a 玄米粉末(残留農薬分析用) 2 

NMIJ CRM 7505-a 茶葉粉末（微量元素分析用） 11 

NMIJ CRM 7507-a ネギ粉末（残留農薬分析用） 1 

NMIJ CRM 7508-a キャベツ粉末（残留農薬分析用） 5 

NMIJ CRM 7509-a 大豆粉末（残留農薬分析用） 6 

NMIJ CRM 7510-a リンゴ粉末（残留農薬分析用） 2 

NMIJ CRM 7511-a 大豆粉末（微量元素分析用） 5 

NMIJ CRM 7512-a ミルク粉末（微量元素分析用） 11 

NMIJ CRM 7531-a 玄米粉末（カドミウム分析用） 55 

NMIJ CRM 7532-a 玄米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 1 

NMIJ CRM 7541-a 玄米（放射性セシウム分析用） 58 

NMIJ CRM 7541-b 玄米（放射性セシウム分析用） 2 

NMIJ CRM 7901-a アルセノベタイン水溶液 23 

NMIJ CRM 7902-a 絶縁油（ポリクロロビフェニル分析用－高濃度） 2 

NMIJ CRM 7903-a 絶縁油（ポリクロロビフェニル分析用－低濃度） 0 

NMIJ CRM 7904-a 重油（ポリクロロビフェニル分析用） 0 

NMIJ CRM 7905-a 重油（ポリクロロビフェニル分析用－ブランク） 1 

NMIJ CRM 7906-a ポリクロロビフェニル混合標準液（KC 混合物ノナン溶液） 0 
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NMIJ CRM 7912-a ひ酸 [As(V)]水溶液 32 

NMIJ CRM 7913-a ジメチルアルシン酸水溶液 34 

NMIJ CRM 8001-a ファインセラミックス用炭化けい素微粉末（α型） 5 

NMIJ CRM 8002-a ファインセラミックス用炭化けい素微粉末（β型） 4 

NMIJ CRM 8003-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（直接窒化合成）Ⅰ 3 

NMIJ CRM 8004-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（直接窒化合成）Ⅱ 13 

NMIJ CRM 8005-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（イミド分解合成） 5 

NMIJ CRM 8006-a ファインセラミックス用アルミナ微粉末（低純度） 3 

NMIJ CRM 8007-a ファインセラミックス用アルミナ微粉末（高純度） 3 

NMIJ CRM 8102-a   重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd，Cr，Pb；低濃度） 8 

NMIJ CRM 8103-a   重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd，Cr，Pb；高濃度） 4 

NMIJ CRM 8105-a   重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd，Cr，Pb；低濃度） 5 

NMIJ CRM 8106-a   重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd，Cr，Pb；高濃度） 1 

NMIJ CRM 8108-b 臭素系難燃剤含有ポリスチレン 26 

NMIJ CRM 8109-a 臭素系難燃剤含有ポリ塩化ビニル 4 

NMIJ CRM 8110-a 臭素系難燃剤含有ポリスチレン（高濃度） 11 

NMIJ CRM 8112-a 重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd，Cr，Hg，Pb；低濃度） 10 

NMIJ CRM 8113-a 重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd，Cr，Hg，Pb；高濃度） 7 

NMIJ CRM 8115-a 重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd，Cr，Hg，Pb；低濃度） 18 

NMIJ CRM 8116-a 重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd，Cr，Hg，Pb；高濃度） 2 

NMIJ CRM 8123-a 重金属分析用 PVC 樹脂ペレット(Cd,Cr,Hg,Pb; 高濃度) 7 

NMIJ CRM 8133-a 重金属分析用 PP 樹脂ペレット（Cd，Cr，Hg，Pb；高濃度） 9 

NMIJ CRM 8136-a 重金属分析用 PP 樹脂ディスク(Cd,Cr,Hg,Pb; 高濃度) 26 

NMIJ CRM 8137-a 臭素分析用 PP 樹脂ペレット 2 

NMIJ CRM 8151-a ポリプロピレン（フタル酸エステル類分析用） 21 

NMIJ CRM 8202-a 鉛フリーはんだチップ（Sn96.5Ag3Cu0.5）(Pb 低濃度) 2 

NMIJ CRM 8203-a 鉛フリーはんだチップ（Sn96.5Ag3Cu0.5）(Pb 高濃度) 0 

NMIJ CRM 8301-a バイオエタノール 0 

化学系標準物質計 1,357 

NMIJ RM1101-a-1 熱膨張率標準物質（単結晶シリコン） 形状：1 9 

NMIJ RM1101-a-2 熱膨張率標準物質（単結晶シリコン） 形状：2 1 

NMIJ RM1102-a-1 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 形状：1 2 

NMIJ RM1102-a-2 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 形状：2 3 

NMIJ RM1104-a 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 1 

NMIJ RM1301-a 熱拡散時間標準薄膜（窒化チタン薄膜／石英ガラス基板） 1 

NMIJ RM1401-a 熱伝導率標準物質(等方性黒鉛) 0 

NMIJ CRM5803-a-1 熱膨張率測定用単結晶シリコン（低温用）：形状１ 9 

NMIJ CRM5803-a-2 熱膨張率測定用単結晶シリコン（低温用）：形状２ 0 

NMIJ CRM5804-a 熱拡散率測定用等方性黒鉛 11 

NMIJ CRM5806-a 比熱容量測定用単結晶シリコン（低温用） 0 

物理系標準物質計 37 

合   計 1,394 
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③外国出張・招へい、協力協定、国際比較 

外国出張 

出張件数 出張先国 出張目的 

169件 

台湾 

 国際度量衡委員会 

国際度量衡委員会諮問委員会 

 国際法定計量委員会 

 アジア太平洋計量計画 

 アジア太平洋法定計量フォーラム 

 二国間比較 

 その他 

フランス 

タイ 

米国 

南アフリカ 

中国 

ドイツ 

スリランカ 

スイス 

韓国 

ポルトガル 

インドネシア 

イギリス 

その他 

 

外国人招へい 

件数 招へい国 招へい目的 

11 

韓国、台湾、シンガポール、

オーストラリア、米国、 

カナダ、チェコ 

 ピアレビュー 

6 タイ、インドネシア 
 技術研究協力 

（メトロロジー・ハブ・イン・アセアン） 

 

産総研技術研修による外国人の受入 

分野 人数（人） 相手国 

電気標準 1 台湾 

環境標準 1 タイ 

放射線標準 1 マレーシア 

 

JICA 予算による外国人の受入 

0件 

 

外国機関との研究協力覚書締結  

 0件 

 

国際比較 

分野 （BIPM） 件 数   

時間・周波数 0   

長さ 2   

質量関連量 2   

音響・超音波・振動 1   

測温 2   

物質量 4   

測光・放射 0   

放射線 5   

電気・磁気 1   

合計 17   
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④講習・教習 

平成25年度計量教習実績 

計量標準管理センター 計量研修センター 

 

 

講習・教習名 対 象 者 期  間 場 所 受講者数 

一般計量教習 

前  期 
計量士になろうとする者及び計量行政機

関の職員 

H25. 4.10～ 7. 5 3月 つくば 13 

後    期 H25. 9.18～12.13 3月 つくば 27 

一 般 計 量 特 別 教 習 
計量士になろうとする者及び計量行政機

関の職員で一般計量教習を修了した者 

H26. 1. 9～ 3. 7 2月 つくば 30 

環境計量特別

教 習 

濃  度  関  係 H26. 1. 9～ 2.28 7週間 つくば 8 

 騒音・振動関係 H26. 3. 3～ 3.18 2.5週間 つくば 3 

短期計量教習 
第一回 

計量行政機関等の職員 
H25. 7. 9～ 8. 6 1月 つくば 30 

第二回 H25. 8.19～ 9.13 1月 つくば 18 

特 定 教 習 

計量検定所・計量検査

所 新 任 所 長 教 習 
都道府県及び特定市の新任所長 H25. 6. 3～ 6. 5 3日 つくば 22 

計量検定所・計量検査

所 幹 部 職 員 教 習 
都道府県及び特定市の幹部計量公務員 H25. 7.24～ 7.26 3日 つくば 13 

都道府県・特定市計量 

行 政 新 人 教 習 
都道府県及び特定市の新任計量公務員 

H25. 5.15～ 5.17 
3日1週

間 
臨海 32 

H25. 5.22～ 5.24 
3日1週

間 
関西 44 

指 定 製 造 

事 業 者 制 度 教 習 

当該制度の検査に携わる都道府県等の職

員 
H25. 7. 1～ 7.12 2週間 つくば 19 

環 境 計 量 証 明 

事 業 制 度 教 習 
都道府県及び特定市の職員 H25. 6.10～ 6.21 2週間 つくば 14 

技 術 教 習 

基準タンクの検査 
都道府県及び特定市の計量公務員 H25.10.24～10.25 2日 つくば 20 

特 定 計 量 証 明 事 業 管 理 者 講 習 

当該事業の環境計量士（濃度関係）であ

って、ダイオキシン類の実務の経験一年

以下等の者 

H25.10.21～10.25 1週間 つくば 8 

特 定 教 習 

計測における不確か

さ研修（中･上級コ

ース） 

計量関係技術者 H25.11.21～11.22 2日 つくば 23 

計 量 研 修 

APMP・CMM 計測

技術研修 
APMP 域内 NMI 所属校正業務従事者 H25. 8.21 ～8.23 3日間 タイ 10 

MAT 2014（化学標

準分野研修） 
ASEAN 諸国の NMI に所属の研究者 H26. 2.17～ 2.21 5日間 つくば 12 

環境計量講習 

濃 度 関 係 

環境計量士の国家試験に合格した者であ

って、施行規則第51条（登録条件）の条

件を満たさない者。登録しようとする区

分に係る環境計量証明事業者等に属し、

かつ、計量に関する実務に1年以上従事

している方については、その実務経験が

認められれば環境計量士として登録する

ことが出来るので本講習を受講すること

は不要 

H25. 7.16～ 7.19 

各4日間 つくば 

30 
H25. 7.30～ 8. 2 27 
H25. 8.20～ 8.23 27 
H25. 8.27～ 8.30 29 
H25. 9.10～ 9.13 22 
H25. 9.24～ 9.27 16 
H25.10. 8～10.11 17 
H25.11. 5～11. 8 18 

騒 音 ・ 振 動 関 係 

H25. 9. 2～ 9. 6 

1週間 つくば 

28 
H25. 9.30～10. 4 26 

H25.12. 2～12. 6 20 

合 計 (人) 606 
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６）地質分野 
（Geological Survey and Applied Geoscience） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General・ 

Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：佃 栄吉 

副研究統括：矢野 雄策 

 

概 要： 

研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分

野における研究の推進に係る業務の企画及び立案

に参画するとともに、各研究分野の人事マネジメン

ト及び人材育成に係る業務（企画本部及び総務本部の

所掌に属するものを除く。）を統括している。研究分

野間の融合を推進し、業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
地質分野研究企画室（Research Planning Office of 
 Geological Survey and Applied Geoscience） 
 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第7 

人 員：7名（6名） 

概 要： 

当研究企画室は、独立行政法人産業技術総合研究所

組織規程第10条及び組織規則第7条の規定に基づき、

研究所の業務のうち、地質分野における研究の推進に

関する業務を行っている。具体的には以下のとおり。 

１．分野の運営に関する業務 

２．原課及びその他関連機関への対応 

３．学会、業界、企業等の外部機関との連携促進に

関する業務 

４．国際案件に関する業務 

５．地震・火山噴火等の自然災害に対する緊急対応 

６．研究統括及び副研究統括の支援 

そして、これら業務の結果として地質分野における傑

出した研究成果の創出、知的基盤としての地質情報整

備、外部研究資金獲得の増加、所内外そして海外での

産総研地質分野の存在アピール向上に貢献している。 

１．については、研究戦略や予算編成等の、分野の

基本方針の策定、年度計画・年度実績の取りまとめ、

及び分野融合プロジェクトの企画並びに総合調整を行

っている。 

  ２．については、経済産業省等の省庁原課との連携

調整に関する業務全般、視察への対応等を行っている。 

３．については、関連する業界団体との定期懇談会

やシンポジウムの開催、オープンラボ出展の取りまと

めを行う等、外部機関との積極的な連携の強化を図っ

ている。 

４．については、地質調査総合センター（GSJ）と

しての MOU 締結等の海外地質調査所や地球科学研

究機関との連携に関する業務、海外からの研修生の受

け入れ、その他国際機関や国際会議への対応等、分野

の国際活動を推進している。 

  ５．については、地質分野に関係する自然災害に備

えた緊急連絡体制の整備を行い、災害発生に際しては

社会的要請に応じて緊急調査の実施及び成果の発信に

係る業務を行う。なお、平成25年度においては、前年

度に引き続き東北地方太平洋沖地震対応のほか、西之

島における噴火活動に関して、各研究ユニットとの連

携のもと、現地調査のための研究者の派遣やマスコミ

対応に関する支援、ホームページを通じた情報発信等

を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［地質分野研究企画室］ 

  研究企画室長   伊藤 順一  他 

 

②【活断層・地震研究センター】 
（Active Fault and Earthquake Research Center） 

（存続期間：2009.4～2014.3） 

 

研究センター長：岡村 行信 

副研究センター長：桑原 保人 

主 幹 研 究 員：杉山 雄一 

主 幹 研 究 員：小泉 尚嗣 

 

所在地：つくば中央第七 

人 員：29名（29名） 

経 費：1,077,763千円（478，961千円） 

 

概 要： 

 活断層・地震研究センターは、活断層評価の高度化、

海溝型地震評価の高度化、地震災害評価の高度化をミ

ッションとする5年を期限とする研究ユニットとし

て 2009年4月に設置された。その特徴は、地形・地質

学に重点を置いた過去の地震活動を解明する研究を実

施するとともに、地球物理学的な地震発生メカニズム

に関する調査研究も融合させ、広い視点からの研究を

展開することにある。今までに、活断層に関しては、

活動履歴や地震規模を解明するためのトレンチ調査を

はじめとする野外調査や将来の活動を予測するための

物理モデルの構築などを実施し、海溝型地震に関して

は、過去の巨大津波の規模と履歴を明らかにするため

の津波堆積物や変動地形調査及び東海・東南海・南海

地震を予測するための深部滑りの観測と解析などを進
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め、地震災害の予測に関しては、地震発生時の地盤変

形や地震動を予測するモデルの構築などを行ってきた。 

 本研究センターの最終年度に当たる平成25年度は以

下の研究を実施した。 

 2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震後

に配分された補正予算による津波堆積物調査や活断層

調査を引き続き実施した。 

 地質分野全体の協力によって進められている政策課

題「沿岸域地質・活断層調査」では、駿河湾の沿岸海

域における海陸のシームレス地質情報の整備を進めた。

また、産総研内の競争的資金についても、3つの課題

が認められ産総研内の地質分野以外の研究ユニットや

産総研外の研究機関との共同研究を実施した。 

 外部予算は、文部科学省、京都大学、九州大学、海

洋研究開発機構、科学技術振興機構、(株)大崎総合研

究所、原子力安全基盤機構、日本学術振興会などから

の17件の課題について獲得し、陸域及び海域の活断層

調査や地震観測及び地震災害予測のための研究・調査

を実施した。 

 取材や講演の要望に対しては積極的に対応し、社会

への情報提供と研究成果の普及に努めた。また、学会

及び学術雑誌での成果発表、産総研のウェブページ、

ニュースなどを通じた情報発信も迅速に行い、「活断

層・古地震研究報告」第13号を編集・刊行した。 

 本研究センターは、5年間で過去の地震の復元に基

づいた将来の地震の予測研究を目指したが、その半ば

で東北地方太平洋沖地震が発生した。この地震は我々

の研究の方向性が正しいことを証明したが、同時に多

くの課題も突きつけた。それらの教訓を活かし、平成

26年度からは活断層・火山研究部門で研究を発展させ

ていくこととなった。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

イノベーション推進本部予算（裁量）「地震・火山噴火

のリスク対策に関する国際標準化」 

 

重点研究加速予算（戦略予算）「南海・東南海地震の前

兆現象検出精度向上のための共同研究」 

 

融合・連携推進予算（戦略予算）「地震・津波等の次世

代リスク評価シミュレーション技術の構築」 

 

外部資金： 

文部科学省 科学技術基礎調査等委託事業「活断層の補

完調査」 

 

文部科学省 科学技術基礎調査等委託事業「地域評価の

ための活断層調査（九州地域）」 

 

文部科学省 科学技術基礎調査等委託事業「沿岸海域に

おける活断層調査」 

 

九州大学 「警固断層帯（南東部）における重点的な調

査観測」 

 

海洋研究開発機構 「南海トラフ広域地震防災研究プロ

ジェクト」 

 

科学技術振興機構 「鉱山での地震被害低減のための観

測研究 震源域で採取した岩石試料の物性および破壊特

性の研究」 

 

（株）大崎総合研究所 「動力学シミュレーションにお

ける傾斜逆断層の解析的検討」 

 

原子力安全基盤機構 「平成25年度 柏崎深部地震動観

測サイト周辺の地震・GPS 観測網の整備作業」 

 

日本学術振興会 科研費新学術領域研究「巨大地震断層

の力学的・水理学的特性の解明」 

 

日本学術振興会 科研費挑戦的萌芽研究「岩石の不安定

挙動への分岐とその準備過程」 

 

日本学術振興会 科研費基盤研究（B）「南海トラフに

おける未知の巨大津波に関する地形・地質学的研究」 

 

日本学術振興会 科研費基盤研究（C）「非火山性深部

低周波微動の波動特性を利用したメカニズム解決定と微

動発生機構の解明」 

 

日本学術振興会 科研費基盤研究（C）「石垣島・宮古

島の津波堆積物の調査－巨大地震を繰り返す琉球海溝沈

み込み」  

 

日本学術振興会 科研費基盤研究（C）「津波痕跡を用

いた地震規模推定法の高度化研究」 

 

日本学術振興会 科研費若手研究（B）「自然地震デー

タと物理モデルを用いた速度レンジでの摩擦特性の推定」 

 

日本学術振興会 科研費若手研究（B）「延岡症状断層

下盤メランジェの変形構造の解明」 

 

日本学術振興会 科研費研究活動スタート支援「P 波振

動特性の統計的性質とそれを考慮した高感度地震検出手

法の開発」 

 

発表：誌上発表46件、口頭発表156件、その他83件 

--------------------------------------------------------------------------- 
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活断層評価研究チーム 

（Active Fault Evaluation Team） 

研究チーム長：吉岡 敏和 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 活断層の過去の活動を把握し、将来の活動を予測す

るための調査・研究を行う。国の地震調査研究推進本

部が選定した「基盤的調査観測の対象活断層」等の重

要活断層について、位置・形状、活動度、最新活動時

期、活動間隔などを明らかにするための調査・研究を

行った。調査の方法は、地形地質調査、トレンチ調査、

ボーリング調査、海域活断層の音波探査などで、調査

結果は、既存の文献資料とともに活断層データベース

として整理し、インターネット上で公開している。ま

た、活断層の評価手法の高度化のため、連動型地震の

予測手法に関する研究、最近の地震断層に関する詳細

な研究、孤立した短い活断層の研究も併せて行った。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

９、テーマ題目 12、テーマ題目 14、テー

マ題目 17、テーマ題目 18、テーマ題目 20 

 

地震発生機構研究チーム 

（Seismogenic Process Research Team） 

研究チーム長：桑原 保人 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 本研究チームでは、地質学的調査を主体とした履歴

情報に加え、地殻活動のモニタリング、モデリングと

いった地球物理学的な研究から得られる地下の深部構

造、応力情報等を融合させることにより、物理モデル

に基づく内陸地震および海溝型地震の予測技術の開発

を目指す。本年度は主に日本列島中部地域を対象に、

これまで構築して来た日本列島の有限要素レオロジー

構造モデルに57の活断層を埋め込み、それぞれの活断

層で個別に地震が発生する地震サイクルシミュレーシ

ョンモデルのプロタイプを作成した。さらに南海トラ

フの深部構造・応力状態解明のための地震観測や地震

地下水観測網の一部の維持なども行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目６、テーマ題目９、テーマ

題目 11、テーマ題目 12、テーマ題目 14、

テーマ題目 15、テーマ題目 16、テーマ題

目 23、テーマ題目 28、テーマ題目 32 

 

地震素過程研究チーム 

（Laboratory Seismology Research Team） 

研究チーム長：増田 幸治 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 シミュレーションによる地震発生予測精度の向上に

資するため、断層深部における塑性変形から摩擦滑り

に遷移する構成則の提案につながるような、深部にお

ける変形プロセス解明を目指す。断層破砕帯の変形過

程解明のための詳細な構造地質学的解析、地殻深部の

高温高圧環境を実現できる実験装置を使用した変形・

破壊実験等を行った。過去に地下深部にあって現在地

表に露出している岩石を地質学的に調べて、地下深部

における岩石の変形機構と過去の応力状態を明らかに

した。実験室で高温高圧の地下深部環境を作り出して、

地下深部で起こっているすべり現象を再現することで、

地震発生の場での断層や岩石の変形様式の解明に取り

組んだ。さらに、断層周辺の応力状態と地震切迫度の

関係を示すモデル構築のために、室内 AE 実験によっ

て基礎データを取得した。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６、テーマ題目

９、テーマ題目 11、テーマ題目 14、テー

マ題目 22、テーマ題目 25、テーマ題目 26、

テーマ題目 31 

 

地震地下水研究チーム 

（Tectono-Hydrology Research Team） 

研究チーム長：松本 則夫 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 国の東海地震予知事業および地震調査研究業務を分

担し、地殻活動と地下水変動の関係を解明するために、

地下水等の観測・研究業務を行っており、地震に関連

する地下水変化における日本の中核的研究チームであ

る。東海・近畿・四国地域を中心に、全国に50以上の

観測点を展開し、地下水の水位・自噴量・水温等の観

測とともに、一部の観測点では、歪・GPS・傾斜計

等による地殻変動や地震の同時観測も行っている。こ

れは、地震予知研究のための地下水観測網としては

質・量において世界有数のものである。観測データは

電話回線等を通じて当チームに送信され、それらのデ

ータを用いて地下水等の変動メカニズム解明のための

研究と、深部ゆっくりすべりや深部低周波微動のモニ

タリングを行っている。特に重要なデータは気象庁に

もリアルタイムで送られて東海地震予知のための監視

データとなっている。観測結果は、解析手法とともに

ホームページを通じてデータベースとして公開してお

り（https://gbank.Gsj.jp/wellweb/GSJ/index. shtml）、
地震防災対策強化地域判定会（東海地震の予知判定を

行う気象庁長官の諮問機関）・地震予知連絡会・地震

調査委員会にデータを報告・説明している。平成25年

度には、地下水位・水圧変化にて、短期的ゆっくりす

べりが検出できることを世界で初めて示し国際誌に掲

載され、また、産総研・防災科研・気象庁データを統

合した短期的ゆっくりすべりの解析手法を用いて、四

国から東海地域の過去3年間の短期的ゆっくりすべり
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を高精度に決定し、発生履歴・すべり速度を詳細に明

らかにしたことが特筆すべき成果である。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５、テーマ題目

６、テーマ題目 11、テーマ題目 14、テー

マ題目 15 

 

海溝型地震履歴研究チーム 

（Subduction Zone Paleoearthquake Research Team） 

研究チーム長：宍倉 正展 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 くり返し発生する海溝型地震の中でもまれに巨大化

し、異常に大きな津波を伴って甚大な被害をもたらす

ことがある。2011年東北地方太平洋沖地震（M9.0）

は、まさにその典型例であった。このような巨大地震

は、津波や地殻変動の痕跡を地層や地形に残すことが

知られていることから、本研究チームでは沿岸域での

低地や湖沼の堆積物調査、生物遺骸群集や離水海岸地

形の調査などを実施し、過去の海溝型巨大地震の履歴

解明のための研究を行っている。さらに、これらの調

査で明らかになった津波堆積物の分布域や地殻変動量

などの観察事実について、定量的に説明できる断層・

津波波源モデルを構築するため、津波及び地殻変動シ

ミュレーションなどの検討を行い、過去に発生した海

溝型巨大地震像の復元と将来の巨大津波の予測のため

の研究を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目 13、テーマ題

目 16、テーマ題目 21、テーマ題目 27、テ

ーマ題目 29 

 

地震災害予測研究チーム 

（Earthquake Hazard Assessment Team） 

研究チーム長：阿部 信太郎 

（つくば中央第七） 

概 要： 

 地震による被害軽減に資することを目指して、主に

地震時の断層変位による表層地盤の変形予測手法に関

する研究を行った。本研究においては、新たに取得し

た探査データに既存の探査データも加えて総合的に解

釈し、綾瀬川断層南東延長部における伏在断層の存否

等を検討した。また、これまでに開発してきた拡張有

限要素法コードについては、三次元、粘弾性、弾塑性

を扱えるように改良するとともに、パラメータ設定等

において解析者の主観性を可能な限り排除するシミュ

レーション手法に高度化した。 

 以上の研究成果を踏まえて、深谷断層帯の地盤変形

予測に取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目 12、テーマ題

目 15、テーマ題目 16、テーマ題目 19、テ

ーマ題目 21、テーマ題目 22、テーマ題目

24、テーマ題目 30 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］活断層評価の研究 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、吾妻 崇、宮下 由香里、

丸山 正、近藤 久雄、長 郁夫、 

村上 文敏、谷口 薫、宮本 富士香、

中井 未里（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 断層評価の高精度化および評価手法の高度化を図るた

め、日本およびトルコ共和国の活断層について、古地震

調査を実施した。短い活断層から発生する地震の評価手

法開発のため、空中写真判読のクロスチェックに基づく

活断層の長さの精査を行った。また断層破砕物質を用い

て活断層の活動性を評価するための研究についても、断

層岩の鉱物化学分析や試料採取を行った。 

 調査結果の普及と有効活用の目的ですでに公開中の

活断層データベースについては、外部クラウドサーバ

ーへの移行を完了とともに、より使いやすいデータベ

ースを目指して、検索画面等の改修を行った。 

１）内陸および沿岸海域の活断層調査 

 本年度においては、トルコ・北アナトリア断層系で

追加の古地震調査を実施し、最近4回分と5回分の累積

地震時変位量を復元した。これらをもとに、地震時変

位量を指標とした連動性評価手法を構築した。また、

糸魚川－静岡構造線活断層系中部において古地震調査

を実施し、諏訪湖断層群に沿う横ずれ地形の検出と最

新活動時期の検討等をおこなった。短い活断層の評価

手法については、データ精度向上のため、作並-屋敷

平断層、沼越峠断層、天竜付近の推定活断層、福知山

付近の活断層等において空中写真判読のクロスチェッ

クに基づく活断層の長さの精査を行った。さらに、断

層破砕物質を用いた断層活動性評価手法の一般化に向

け、湯ノ岳断層、警固断層帯、宇美断層等の断層岩の

鉱物化学分析を実施した。また、塩ノ平断層のトレン

チ調査を実施し、断層岩試料を採取した。 

２）活断層データベースの整備 

 活断層データベースについては、すでにインターネ

ットで公開中であるが、より安定的・継続的な公開の

ため、外部クラウドサーバーへの移行を完了した。ま

たそれに伴い、検索画面表示を全面的に改良し、地図

を大きく表示できるようにしたほか、電子国土（地理

院地図）の最新版への対応、国土地理院の都市圏活断

層図や産総研の活火山データベース等へのリンク設定

を行った。さらに、気象庁の防災情報を自動受信し、

最近2週間に発生した地震の震源位置を表示できるよ

うにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、地震、古地震、活動性、評価、

情報、データベース、インターネット  
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［テーマ題目２］内陸活断層帯の地震時変位量の連動型

古地震像復元手法 

［研究代表者］近藤 久雄（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］近藤 久雄、谷口 薫、加瀬 祐子、 

杉戸 信彦（法政大学）、木村 治夫 

（電力中央研究所） 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 地質分野重点推進予算により、糸魚川－静岡構造線活

断層系の古地震シナリオマップ作成に向けた手法整備を

実施した。断層系中央部の諏訪湖セグメント境界付近で

0.5m メッシュ数値標高モデルを用いた変動地形解析、

トレンチ・ボーリング・地下レーダ探査をおこなった。

その結果、既往成果と総合して、最新活動では諏訪湖セ

グメント境界が連動したのではなく、境界よりも北部の

区間が西暦762年地震、南東の区間が西暦841年？地震を

生じたことが明らかになった。また、四賀桑原地点では

2400-7700年前に最新活動が生じ、左横ずれ約10m の地

震時変位が生じた可能性を指摘した。今後、より詳細に

地震時変位量を復元し、平均変位速度等についても検討

する。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、古地震、連動型地震、活動時期、

活動性、地震時変位量、糸魚川－静岡構

造線活断層系 

 

［テーマ題目３］地震発生の物理モデルに関する研究 

［研究代表者］桑原 保人（地震発生機構研究チーム） 

［研究担当者］長 郁夫、加瀬 祐子、桑原 保人、 

今西 和俊、木口 努、中井 未里、 

武田 直人（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、大地震の発生予測精度の向上のため、モ

ニタリングと物理モデルに基づいた予測手法を開発する

ことを目的とする。活断層で発生する大地震については、

主に糸魚川－静岡構造線断層帯（以下、糸静線）をター

ゲットに、断層の深部構造や応力状態のモニタリング結

果を取り入れ、地震の発生時期と破壊の連動性の予測を

行う。そのために必要な研究開発要素は、1)糸静線の深

部構造モデル、2)糸静線の応力状態の把握、3)複雑な断

層形状での3次元動的断層破壊のシミュレーション技術、

4)粘弾性3次元不規則構造モデルでの地震発生サイクル

シミュレーション技術、である。また、その他の重要な

断層について、周辺の応力場を明らかにする。 

 海溝型巨大地震については、東南海・南海地震の発生

予測精度の向上のために、沈み込み帯の深部低周波地震

発生域の応力状態モニタリング手法を開発する。研究開

発要素は、広い帯域の地震計3次元アレイ観測システム

の展開と解析による、深部低周波地震の物理モデルの構

築、それによる応力状態推定手法の開発である。将来的

には東南海・南海地震の発生シミュレーターに上記観測

結果を取り込んだ予測手法に発展させる。 

１）糸魚川－静岡構造線での地震発生シミュレーターの

開発 

 糸魚川－静岡構造線（糸静線）断層帯の変動・応力

場再現のためのシミュレーションモデルについて、中

部地域に分布する57断層でそれぞれ地震が発生した場

合の3次元不均質地殻モデルの粘弾性応答が計算可能

となるようにプログラムを改良し、断層間の相互作用

を考慮した地震サイクルシミュレーションが可能なプ

ロトタイプモデルとして提示した。さらに、同断層帯

で地震が発生した場合の地震規模を評価するため、動

的破壊の数値計算用のプログラムの改良を行い、およ

そ30度までの低角傾斜の断層における数値計算を可能

とした。 

３）東海・東南海・南海地震の予測精度向上のための物

理モデル構築 

 深部低周波微動の物理モデルを明らかにするため、

紀伊半島にある産総研・飯高観測点周辺で38台の高感

度地震計と3台の広帯域地震計からなるアレイ観測を

引き続き実施した。今年度は直下で起こった微動活動

を4回（4月、7月、9月、1月）欠測なく捉えることが

でき、微動の物理モデル構築に向けたデータ蓄積が実

現できた。データの一部を別課題（火山性深部低周波

微動の波動特性を利用したメカニズム解決定と微動発

生機構の解明）で活用しながら、次年度からの解析に

向けたデータ整理を行った。 

４）地震地下水観測維持費（地震） 

 産総研の保有する地下水モニタリング施設のうち5

カ所と東南海・南海地震予測のための観測網のうち地

震計に関わるシステムの観測維持とデータの整理を行

った。結果は随時、地震予知連絡会等で公表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震発生物理モデル、動的破壊、深部構

造、応力場、糸魚川－静岡構造線、南海

トラフ 

 

［テーマ題目４］地震素過程に関する研究 

［研究代表者］増田 幸治（地震素過程研究チーム） 

［研究担当者］増田 幸治、佐藤 隆司、重松 紀生、

高橋 美紀、北島 弘子（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 シミュレーションによる地震発生予測精度の向上に重

要な情報となる、断層深部における塑性変形から摩擦滑

りに遷移する構成則の解明を目指した。運営費交付金に

よって実施。長石質岩石の焼結技術について、粒度分級

工程を見直した。長石では、焼結前の粒度を1µm 未満

に揃えて実験したものの、1150℃では融解し、1050℃で

は殆ど焼結しないことを確認した。湿度の精密管理によ

る乾燥条件下においても、融点が低くかつ拡散係数が小
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さい長石質の岩石を焼結させる技術開発が必要と分かっ

た。花崗岩の三軸圧縮クリープ試験を行った。微小破壊

活動に及ぼす周期的封圧変動の影響を調べ、軸圧増加速

度一定の条件では、軸圧の増加とともに封圧変動と微小

破壊活動の相関が強くなるのに対し、軸圧一定の条件で

は、相関が急激に失われることがわかった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］脆性－塑性遷移、長石、不安定すべり、

三軸圧縮破壊実験、微小破壊 

 

［テーマ題目５］地下水等総合観測による地震予測精度

向上に関する研究 

［研究代表者］松本 則夫（地震地下水研究チーム） 

［研究担当者］松本 則夫、小泉 尚嗣、高橋 誠、 

北川 有一、板場 智史、落 唯史、 

武田 直人、石川 有三、梅田 康弘

（関西センター）、佐藤 努（地質情報

研究部門、兼任）、加納 靖之（京都大

学）、中村 衛（琉球大学）、角森 史昭

（東京大学）、浅井 康広（東濃地震科

学研究所）、田阪 茂樹（岐阜大学）、 

石井 紘（東濃地震科学研究所）、 

大久保 慎人（東濃地震科学研究所）、

山本 明彦（愛媛大学）、頼 文基（台

湾国立成功大学）、村瀬 雅之（日本大

学）（常勤職員6名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、東海地震予知事業における地下水観測分野

及び「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推

進について（建議）」（文科省測地学分科会）の地下水等

総合観測による研究に相当し、平成21年度より継続して

いる。 

 平成25年度には、前兆的地下水位変化検出システムを

引き続き東海地方で運用し、地下水等観測データを地震

防災対策強化地域判定会等に報告した。産総研・防災科

研・気象庁データの統合解析を継続し、短期的ゆっくり

すべりと深部低周波微動の解析結果を地震調査委員会な

どの各種委員会や地震に関する地下水観測データベース

で公開した。地下水位・水圧変化にて、短期的ゆっくり

すべりが検出できることを世界で初めて示した。1946年

南海地震前の目撃証言の収集を継続し、上下変動推定の

成果をまとめた。台湾成功大学との共同研究「台湾にお

ける水文学的・地球化学的手法による地震予知研究」を

引き続き推進し、成功大学において第13回ワークショッ

プを開催した。琉球大学と協力して1999年集集地震時の

台湾での地下水位変化に対する地震動の寄与の周波数依

存性を見積もった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、地下水、地殻変動、東海地震、

南海地震、東南海地震、ゆっくりすべり、

深部低周波微動 

 

［テーマ題目６］東南海・南海地震予測のための地下水

等観測施設整備 

［研究代表者］小泉 尚嗣（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］小泉 尚嗣、高橋 誠、松本 則夫、 

北川 有一、板場 智史、梅田 康弘、

桑原 保人、今西 和俊、木口 努、 

佐藤 隆司、武田 直人、佐藤 努（地

質情報研究部門、兼任）、山口 和雄 

（地質情報研究部門）、高橋 浩（地質

情報研究部門）、森川 徳敏（地質情報

研究部門）、石井 紘（東濃地震科学研

究所）、大久 保慎人（東濃地震科学研

究所）、浅井 康広（東濃地震科学研究

所）、（常勤職員13名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 東南海・南海地震予測のために、産業技術総合研究所

（産総研）は、平成18年度から、紀伊半島・四国周辺に

地下水等総合観測施設の整備を行っている。平成25年度

は、平成23年度補正予算（繰越）による施設整備費を用

いて、愛知県西尾市における観測点整備を完了した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、地下水、地殻変動、東南海地

震、南海地震 

 

［テーマ題目７］海溝型地震の履歴と被害予測の研究 

［研究代表者］宍倉 正展（海溝型地震履歴研究チーム） 

［研究担当者］宍倉 正展、藤原 治、澤井 祐紀、 

行谷 佑一、谷川 晃一朗 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 海溝型地震は通常、数十年から百年程度のサイクルで

発生するが、数百年から千年に1度、まれに巨大化する

ことが近年の古地震調査によって知られ、2011年東北地

方太平洋沖地震はその典型例である。本研究の目的は、

海溝型巨大地震の履歴を解明すること、および過去の巨

大地震に伴う津波や地殻変動を復元して地球物理学的検

証から震源・波源の断層を推定することである。本年度

は、日本海溝沿いでは、仙台湾および仙台平野、北茨城

でそれぞれ採取した地質柱状試料の14C 年代測定、1930

年代に採取された貝類試料中に含まれる14C 濃度の測定、

青森県～茨城県沿岸の中世の津波に関する古文書調査、

869年貞観地震の断層モデルの再評価、三陸海岸の広田

湾における津波堆積物調査の準備、相模トラフ沿いでは

千葉県館山市で採取した地質柱状試料の14C 年代測定、

南海トラフ沿いでは静岡県の浜松平野、太田川低地、榛

原低地、相良低地、和歌山県の串本でそれぞれ採取した

地質柱状試料の14C 年代測定などを実施した。 

［分 野 名］地質 
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［キーワード］日本海溝、相模トラフ、南海トラフ、海

溝型地震、津波、地殻変動、津波堆積物、

断層モデル 

 

［テーマ題目８］地震災害予測の高度化に関する研究 

［研究代表者］阿部 信太郎（地震災害予測研究チーム） 

［研究担当者］堀川 晴央、竿本 英貴、林田 拓己 

（建築研究所）、木村 治夫（電力中央

研究所）、関口 春子（京都大学）、 

吉田 邦一（地域地盤環境研究所） 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、地震被害軽減に資するよう地震動予測お

よび断層運動に伴う地表変形に関する調査・研究を実施

している。本年度は新たに反射法地震探査を実施し、綾

瀬川断層延長部に伏在断層による撓曲構造を確認した。

また、既存反射法データの再解析により関東平野深部に

リフティングに伴う断層活動によって形成されたハーフ

グラーベン構造を確認した。既存反射法地震探査データ

の再処理により捉えた関東平野の深部地質構造に関する

成果は、首都圏の地震動評価の高度化に大きく貢献する

と共に、この地域の既存データが未抽出な重要情報を多

数含んでいる可能性が高いことを示唆する。地盤変形シ

ミュレーションについては、有限要素法コードを三次元、

粘弾性、弾塑性を扱えるように改良するとともに、地表

変形の情報から地下の断層形状を自動的に推定可能な解

析手法へ高度化した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地盤変形予測、反射法地震探査、有限要

素モデル、深谷断層、綾瀬川断層 

 

［テーマ題目９］融合課題 

［研究代表者］桑原 保人（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］今西 和俊、重松 紀生、吾妻 崇、 

丸山 正、道家 涼介（温泉地学研究所） 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震の発生・災害の予測に有効な研究の中

で、特に、専門の異なる研究者が融合する事で研究の著

しい進展が期待できる研究テーマとして、活断層の深部

形状推定手法の開発と、地下深部の応力場と地表部の断

層運動方向の整合性の把握を目標に、下記のテーマを実

施した。 

１）地震学的に見た応力と地質・地形学的に見た断層運

動の整合性の検討 

 断層における応力場と地表部の断層運動方向の整合

性の把握するため、H24年度より継続して、跡津川断

層を対象に地質・地形学的に見た断層運動と地震学的

に見た応力を比較した。H24年度までの調査において、

跡津川断層中部・東部では、データを取得した露頭位

置に問題があった。このことから調査前に DEM デー

タに基づき断層位置を特定し、調査を行った。しかし

断層の露出は限られデータ取得は困難であった。なお

1箇所の基盤岩中の露頭は見られたが、明瞭な条線が

なかった。このため、X 線 CT 解析により断層の内部

構造を明らかにして運動方向を出すことを目的とした

試料採取を行った。 

 また活動性の比較という観点から、現在の活動性が

低いとされる三重県の中央構造線、茨城県・福島県の

棚倉構造線において断層すべり方向のデータを取得し

た。両断層とも十分なデータは得られているが、過去

の活動履歴の重複が見られ、地震データとの比較を行

う前に活動履歴の分離が必要である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］融合研究、跡津川断層、断層運動方向、

地殻応力 

 

［テーマ題目10］沿岸海域の地質構造調査 

［研究代表者］岡村 行信（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］岡村 行信、佐藤 智之、荒井 晃作 

（地質情報研究部門）（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 駿河湾内のプレート沈み込み境界と陸上の富士川河口

断層帯との連続性を明らかにするため、富士川河口から

由比沖においてマルチナロービーム音響測深機を用いた

精密地形調査を、静岡沖から沼津沖でブーマー及びウォ

ーターガンを音源とするマルチチャンネル音波探査をそ

れぞれ400km 及び200km の測線に沿って実施した。地

形調査では、富士川河口断層帯の海域延長部より西側で

複雑な地形が発達することが明らかになった。音波探査

ではいくつかの不整合を認識したが、現状では明瞭な断

層は確認できなかった。今後、音波探査データの再処理

を進め、さらに詳しい解析を実施する予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］駿河湾、富士川河口断層帯、海底音波探

査、海底地形調査、海底層序 

 

［テーマ題目11］巨大地震のリスク評価 

［研究代表者］石川 有三 

［研究担当者］石川 有三、桑原 保人、小泉 尚嗣、

松本 則夫（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、歴史地震を含むアジア太平洋地域の地

震データベースを構築するため、過去の観測データをデ

ィジタル化し、震源パラメータを再決定する。また、各

国の歴史地震震源カタログを元に統一した広域のカタロ

グに編集し、これらの成果に基づき超巨大地震の発生メ

カニズムを調べ、発生の特性と繰り返し機構の解明につ

とめ、リスク評価の基礎資料とする。その目的でベトナ

ムとフィリピンの歴史地震資料を重複などの整理を行い



研 究 

 

(386) 

東アジア歴史地震カタログと統合した。更に、マグニチ

ュードをより統一的にするため、1980年台に提案された

モーメントマグニチュードを過去に遡って適用できるよ

うに過去データの豊富な気象庁データでモーメントマグ

ニチュードを推定する方法を求めた。また、活断層のデ

ィジタルデータもサハリン、日本、台湾、フィリピンの

既存データを収集した。中国についてはデータが公開さ

れていないため衛星データを利用した活断層抽出手法を

検討した。これらは、G-EVER（アジア太平洋地域大規

模地震・火山噴火リスク対策）プロジェクトに活用され

る。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震、巨大地震、歴史地震、リスク、ア

ジア、太平洋、G-EVER 

 

［テーマ題目12］関東地域における地震テクトニックマ

ップの試作 

［研究代表者］今西 和俊（地震発生機構研究チーム） 

［研究担当者］今西 和俊、桑原 保人、内出 崇彦、

松下 レイケン、阿部 信太郎、 

堀川 晴央、吉見 雅行、吾妻 崇、 

大坪 誠（地質情報研究部門）、 

宮川 歩夢（地質情報研究部門） 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 将来どのような規模・発生様式の地震が起こり得るの

かを正確に評価する上で、高い空間分解能を持つ応力情

報をもとに地震発生場の地域性を総合的に検討した地図

－地震テクトニックマップ－の整備が急務の課題である。

そこで H25年度より関東地域の25km 以浅をケーススタ

ディとして試作に取り組み始めた。今年度は主に過去10

年程の間に発生した微小地震解析を実施し、決定精度の

高い震源分布とメカニズム解を決定した。関東平野北西

縁断層帯と立川断層帯を含む地域では逆断層型と横ずれ

型の微小地震が全域にわたって発生していることがわか

った。圧縮軸方位に着目すると明瞭な空間分布が確認で

き、中でも関東平野北西縁断層帯を境に大きく変化して

いることが注目される。霞ヶ浦南端直下では西南西－東

北東から北西－南東方向に伸張軸を持った正断層型がま

とまって起こっていることも明らかとなった。また、山

梨県北東部において6点の臨時観測を開始し、定常観測

点が疎で地震データが不足していた地域の応力場推定の

準備を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震テクトニックマップ、関東地域、応

力、地質情報、臨時観測 

 

［テーマ題目13］補正予算（津波災害リスクの調査・研

究） 

［研究代表者］岡村 行信（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］澤井 祐紀、田村 亨（地質情報研究部

門）、原 淳子（地質情報研究部門）、 

中島 礼（地質情報研究部門）、 

宍倉 正展、藤原 治、行谷 佑一、 

石原 吉明（情報技術研究部門）、 

中村 良介（情報技術研究部門）、 

岩男 弘毅（地質調査情報センター）、 

岡村 行信、谷川 晃一朗、前杢 英明 

（広島大学）、越後 智雄（地域環境地

盤研究所）、松永 恒雄（環境研究所）、

石黒 聡士（環境研究所）、小熊 宏之 

（環境研究所）、山野 博哉（環境研究

所）（常勤職員11名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 東北地方太平洋沖地震の後、東北地方以外の沿岸域で

も巨大津波リスク評価の必要性が認識されるようになり、

2011年度第3次補正予算を用いて津波堆積物調査を広域

的に展開していくこととなった。対象地域は、東北地方、

房総半島、静岡県、三重県、和歌山県などで、ボーリン

グ調査、地形調査などを実施した。さらに津波浸水計算

を行うための過去の海岸地形データの作成や、浅海域の

海底地形レーザー測量などを実施した。これらの調査に

よって、新たな過去の津波や地殻変動のデータを収集す

ることができた。 

１）東北地方における津波堆積物調査 

 仙台湾の水深約30m までの海底において、グラブ

採泥器で50地点、長さ1m 程度ショートコアで44地点、

長さ4m 程度ロングコアで15地点から堆積物を採取し、

堆積物の組成、堆積構造、化学分析などを行った。水

深17～20m 以浅には砂が分布し、その沖で海底勾配

が急減して粘土とシルトが分布する。堆積物中の貝殻

は津波によって大きく輸送されていない。有機物量は

水深19～22m 地点で多く、Cu、Zn、As、Pb の濃度

も高くなる。柱状試料で生物擾乱が増加する境界が認

められ、その上部が津波によって再移動、再堆積した

可能性がある。仙台市若林区の南長沼周辺で、ジオス

ライサーを用い津波堆積物の剥ぎ取り標本を作製した。 

２）房総半島沿岸における古地震調査 

 房総半島に発達する段丘の分布・形状を詳細に解析

するため、地上レーザー計測を行った。また、房総半

島内の河川沿いでも航空レーザー測量によって2m メ

ッシュのデジタル標高データを作成した。また、これ

らの段丘の成因及びその年代を明らかにするため、ボ

ーリング作業を夷隅川低地、御宿低地、鴨川低地、千

倉低地、館山低地、香地域で実施した。それらの結果

の解析を進め、房総半島の隆起イベントの年代や津波

堆積物の有無を解明する予定である。 

３）静岡県沿岸の古地震・津波堆積物調査 

 南海トラフで発生する巨大地震の規模と履歴を明ら

かにするため、浜松平野西部で16地点、太田川低地で
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7地点、榛原低地及び相良低地で25地点のボーリング

調査を行った。浜松平野では約7500年前以降の、太田

川低地では約9000年前以降の地層を採取し、複数の津

波堆積物を見いだすと共に、それぞれの地域の平野の

成長過程とその間の沈降運動を解明できるデータを取

得した。榛原低地及び相良低地では、津波堆積物であ

る可能性がある粗粒堆積物を採取した。また、榛原・

相良地域は東海地震では隆起域に当たるが、14世紀以

降に関しては隆起の累積がほとんど認められないこと

が明らかになった。 

４）三重県中部における津波堆積物調査 

 三重県津市周辺の沖積平野で、津波の浸水履歴を明

らかにする目的で、17地点のボーリング調査を実施し

た。そのうち3地点はオールコアボーリングとした。

それらの試料は、基底に河川性の礫質堆積物を含み、

その上に湿原環境を示唆する泥炭層が覆い、表層は土

壌からなる。泥炭層中には薄い砂層が確認でき、津波

堆積物かどうかの検討を今後進める。 

５）紀伊半島南部における古津波調査 

 紀伊半島の橋杭岩及びその周辺において、台風前後

の2時期の地上レーザースキャン及び浅海部のラジコ

ンボートを用いた深浅測量を実施し、デジタル地形デ

ータ（陸域では10cm、海域では2m の精度）を作成し

た。その結果に基づいて、橋杭岩周辺に散乱する巨礫

の分布及びそれぞれの形状を明らかにした。また、串

本町の陸繋島砂洲の南端付近で実施した6本のボーリ

ング調査で得られた試料について、鬼界アカホヤテフ

ラや9枚前後の津波堆積物の可能性がある砂層の年代

について分析した。これらのデータに基づいて、紀伊

半島南部を襲った津波の発生履歴と規模を明らかにす

る予定である。 

６）津波計算用の明治時代以前の地形データ整備 

 津波堆積物や歴史記録に基づいた過去の津波に関す

る情報から、津波規模を推定し津波の波源モデルを構

築するため、沿岸地域の地形データの整備を行った。

まず、既存の公表されているデジタルデータを用い

0.1秒間隔の地形データを作成した。その後、太平洋

沿岸については国土地理院が発行する旧版地図を根拠

に、海岸及び河川の堤防などを除去し、周辺の標高か

ら補完すると共に、埋め立て地は海域化した。平野の

拡大や浸食など自然現象による地形変化は反映できな

かったので、それぞれの地域の調査の基づいた補正を

今後行う必要がある。 

７）航空機搭載型測深 LiDAR による浅海域細密地形デ

ータの整備 

 地形が複雑な海岸から内陸へ浸水する津波シミュレ

ーションの精度を向上させるため、浅海域の航空機を

用いた水深測量を、三陸海岸、伊豆半島周辺、志摩半

島周辺、紀伊水道などで実施し、データが得られた範

囲で5m メッシュのデータを作成した。本測量は海水

を透過するレーザー光を用いるがその透明度によって、

調査可能水深が大きく異なる。最大では30～40m の

水深まで測量できたが、20m 程度の水深までしか測

定できなかった場所もある。本調査は降雨による海水

の濁りの影響や風の影響を強く受けるが、内湾の養殖

いかだが多数設置されているような場所でも効率的に

調査できる。このような本調査の制約とメリットも明

らかになった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］日本海溝、相模トラフ、南海トラフ、津

波堆積物、レーザー測量、津波シミュレ

ーション、仙台湾、海底堆積物、化学分

析、再堆積、地殻変動、房総半島、レー

ザー測量、地中レーダー、浜松平野、太

田川低地、沖積平野、地殻変動、浜堤列、

三重県、紀伊半島、橋杭岩、地上レーザ

ー計測、深浅測量、アカホヤテフラ、三

陸海岸、伊豆半島、志摩半島、航空レー

ザー計測、デジタル地形データ、旧版地

図、人工改変 

 

［テーマ題目14］地震・火山噴火のリスク対策に関する

国際標準化 

［研究代表者］石川 有三（地震地下水研究チーム） 

［研究担当者］石川 有三、宝田 晋治（地質情報研究

部門）、小泉 尚嗣、桑原 保人、 

高田 亮（地質情報研究部門）、 

近藤 久雄、重松 紀生、古川 竜太 

（地質情報研究部門）丸山 正 

（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、統一的な基準でアジア地域のデータ整

備を進め、CCOP 関係各国との協力を通して、より信

頼性の高い地震、火山データベースやハザードマップ、

リスクマップ作成のための活動を展開する。これらの成

果を Global Earthquake Model（GEM）や Global 
Volcano Model（GVM）等のデータベースにも反映さ

せることにより、国際標準化が進むことが期待される。

今年度は G-EVER（アジア太平洋地域大規模地震・火

山噴火リスク対策）推進チームを中心に、アジア太平洋

地域の研究機関等の訪問や研究協力を実施し、東アジア

地域地震火山災害図の作成、アジア太平洋地域地震火山

ハザードシステム構築等の地震・火山噴火のハザード、

リスクに関する活動を推進した。具体的には、インドネ

シア、フィリピン、シンガポール、イタリアと地震火山

ハザード情報整備プロジェクトに関する連携を進めた。

また、イタリア GEM 本部を訪問し、アジアの活断層情

報整備に関する研究打ち合わせを実施した。さらに仙台

市において、第2回 G-EVER 国際シンポジウムを開催し

た。これらの活動を含め、アジア科学技術会議
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（SCA2013）、IAVCEI2013（国際火山学会）、AGU（米

国地球物理学連合）において、G-EVER に関する研究

成果発表を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震、火山噴火、リスク、国際標準、ア

ジア、太平洋、G-EVER 

 

［テーマ題目15］南海・東南海地震の前兆現象検出精度

向上のための共同研究 

［研究代表者］松本 則夫（地震地下水研究チーム） 

［研究担当者］松本 則夫、小泉 尚嗣、桑原 保人、

高橋 誠、今西 和俊、北川 有一、 

安藤 亮輔、板場 智史、落 唯史、 

武田 直人（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、南海・東南海地震予測に資するために、短

期的ゆっくりすべり・深部低周波微動の分布や発生間隔

の解析精度の向上を目標として、産総研・防災科研の

歪・傾斜データを共有し、同すべりの高度な解析やメカ

ニズム解明のために平成22年度から開始した。 

 平成25年度には、昨年開発した4成分の水平歪センサ

ーで計算できる4組の水平歪に着目した短期的ゆっくり

すべりの客観的な検出方法について、地下水等データ解

析・表示システムへの実装にむけて仕様を決定した。ま

た、昨年までに開発した産総研・防災科研・気象庁デー

タを統合した短期的ゆっくりすべりの解析手法を用いて、

四国から東海地域の過去3年間の短期的ゆっくりすべり

を高精度に決定し、発生履歴・すべり速度を詳細に明ら

かにした。三重県松阪市に設置した地震計約40点からな

る3次元地震計アレイ観測を継続し、従来の観測網では

検出できない詳細な微動の移動パターンの推定を継続し

た。また、微動の発震機構解の推定方法を開発し、同機

構解の推定を行った。国土地理院が公開する GNSS デ

ータを解析した結果、南海地域では1997年以降、長期的

深部すべりの前後でプレート固着の状況が変化しなかっ

たことを明らかにした。また、東海地域の長期的ゆっく

りすべりと固着との関係についての結果が国際誌に掲載

された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、歪、傾斜、地下水、ゆっくり

すべり、深部低周波微動、東南海地震、

南海地震 

 

［テーマ題目16］地震・津波等の次世代リスク評価シミ

ュレーション技術の構築 

［研究代表者］桑原 保人（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］桑原 保人、吉見 雅行、行谷 佑一、

堀川 晴央、長谷川 功 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、2011年東北地方太平洋沖地震を受け、地震

の揺れと津波による産業施設の一次被害から、サプライ

チェーン被害等も含めた2次被害を、今後発生しうる大

規模地震で的確に予測するための手法を開発するために、

安全科学研究部門と共同で産総研融合・連携推進予算

（戦略予算）によって昨年度より開始した。当研究セン

ターでは、産業種別ごとの地震の周波数毎の揺れと津波

に対するフラジリティカーブ作成および南海トラフの地

震について、愛知県の周波数ごとの揺れと津波強度の推

定を行うことである。研究期間は H23年10月から H26

年3月であり、最初の1年間はフィージビリティー研究と

して行った。  

 最終年度である本年度は、産業種別ごとのフラジリテ

ィカーブ作成に関しては、福島県、宮城県の公設試と協

力して得られた企業約800社のアンケート回答データや、

東北大学と清水建設（株）との協力関係を構築して得ら

れた約7000社（東北大）および500社（清水建設）のデ

ータについて被害状況を分析した。これらの被害データ

と、産総研 QuiQuake システムによる東北沖地震の揺

れ推定データ、昨年度作成した宮城県全域の津波高さ分

布の補完データを合わせ、揺れと津波に関する産業フラ

ジリティカーブを得た。さらに、理論計算および

QuiQuake の改良による東北地方の揺れの周期依存を2

通り計算し、周期依存の揺れのフラジリテーカーブの作

成を試みた。なお、予備的な結果としては、必ずしも周

期依存性は明確では無かった。また、東海・東南海・南

海地震について、安全科学研究部門で実施する2次被害

予測のシミュレーションシステムへの入力データとして、

各種の起こりうる地震を想定し、愛知県の周波数ごとの

揺れと津波強度の計算を実行し、結果を得ることができ

た。 

 以上の結果は、学会等で公表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］産業被害、東北地方太平洋沖地震、フラ

ジリティーカーブ、揺れ、津波 

 

［テーマ題目17］活断層の補完調査 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、粟田 泰夫、宮下 由香里、 

近藤 久雄（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震調査研究推進本部が定めた基盤的調査

観測対象断層帯にのうち、これまでの調査結果に基づく

評価で将来活動確率が十分絞り込めなかった断層帯につ

いて補完調査を実施することを目的に、文部科学省から

の委託を受けて行われたものである。 

 平成25年度の調査対象断層帯は、奈良盆地東縁断層帯

（京都盆地－奈良盆地断層帯南部）であり、断層帯の位

置形状を詳細に解明するとともに、後期更新世末以降の

断層活動時期をより限定するために、空中写真および
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DEM から作成した立体等高線図の判読と、断層帯西縁

の帯解断層を横切る S 波反射法地震探査・地中レーダ

ー探査・ボーリング調査およびトレンチ調査を実施した。

この結果、従来知られていた長さ約35km のうち、明瞭

な変動地形を伴う断層は南部の約21km に限られた。帯

解断層の奈良市今市町付近での各種調査によれば、基盤

の大阪層群は緩やかな撓曲状の変形を示し、約2-3万年

前の段丘堆積相当層にも変形が推定されたが、古墳・奈

良時代以降の非変形の旧河道堆積物が傾斜した大阪層群

を不整合に覆うことが確認できた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、奈良盆地東縁断層帯、補完調査、

文部科学省、地震調査研究推進本部 

 

［テーマ題目18］地域評価のための活断層調査（九州地

域） 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、堤 浩之（京都大学）、 

宮下 由香里、近藤 久雄、楮原 京子

（山口大学）（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震調査研究推進本部が定めた基盤的調査

観測対象断層帯にのうち、これまでの調査結果に基づく

評価で将来活動確率が十分絞り込めなかった断層帯につ

いて補完調査を実施することを目的に、文部科学省から

の委託を受けて行われたものである。 

 平成25年度は2年計画の1年目にあたり、九州地域の活

断層のうち、小倉東断層、福智山断層帯、西山断層帯／

嘉麻峠区間、佐賀平野北縁断層帯を対象に、断層の位

置・形状、活動度等を明らかにするための調査を実施し

た。 

1) 小倉東断層 

 小倉東断層では、過去複数回の活動時期を明らかに

することと、断層の延長部分の活動性を明らかにする

ことを目標とし、初年度としては、次年度以降に詳細

な活動履歴調査を実施するための断層位置の特定およ

び堆積物の分布状況等を明らかにするための群列ボー

リング調査等を行った。その結果、2地点でのボーリ

ング調査で、基盤岩の地質境界にあたる地点で上位の

堆積物に1～2m の落差が認められ、堆積物が断層変

位を受けていることが推定された。 

2) 福智山断層帯 

 福智山断層帯では、最新活動時期を含む活動履歴を

より精度よく求めることを目標とし、断層帯北部での

トレンチ調査、および断層帯中南部での群列ボーリン

グ調査を実施した。その結果、トレンチ調査では基盤

をなす急傾斜した芦屋層群の砂岩泥岩互層の上位に、

低下側のみに礫層及びシルト層が分布し、両者の境界

には風化による粘土が分布するのが確認された。群列

ボーリング調査では、基盤岩上面に撓曲状の段差が認

められるとともに、基盤岩中には断層破砕帯が確認さ

れた。 

3) 西山断層帯／嘉麻峠区間 

 西山断層帯／嘉麻峠区間では、断層の活動性や過去

の活動時期を明らかにすることを目標とし、初年度に

おいては大縮尺空中写真や地形図の判読および地表踏

査を行った。また断層変位を受けた地形面のボーリン

グおよびピット掘削調査、極浅層反射法地震探査を行

った。その結果、区間中部の小石原地区において、第

四紀後期の礫層を変位させる明瞭な断層露頭が確認さ

れた。さらに北部のボーリング調査および南部での反

射法地震探査により、基盤岩上面に上下変位があるこ

とが推定された。 

4) 佐賀平野北縁断層帯 

 佐賀平野北縁断層帯では、断層の分布・形状を明ら

かにするとともに、断層の活動性および過去の活動時

期を明らかにすることを目標とし、初年度においては

測線長7km 程度の P 波反射法地震探査、および探査

記録と地層の対比を行うための層序ボーリング調査を

実施した。また、段丘面の変位が確認された地点で、

段丘面の年代を確認するためのボーリング調査等を実

施した。その結果、反射法地震探査では、基盤岩上面

が南に向かって傾斜していることが確認された。また

ボーリング調査では、阿蘇4火砕流堆積物に断層変位

によると考えられる落差があることが確認された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、活動性、地域評価、九州、地震

調査研究推進本部 

 

［テーマ題目19］沿岸海域における活断層調査 

［研究代表者］阿部 信太郎（地震災害予測研究チーム） 

［研究担当者］阿部 信太郎、池原 研（地質情報研究

部門）、西田 尚央（地質情報研究部門）、

杉山 雄一、岡村 行信、内田 康人 

（北海道立総合研究機構）、坂本 泉 

（東海大学）、山本 博文（福井大学）

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会が

平成21年4月に策定した「新たな活断層調査について」

に基づき、高田平野断層帯／直江津沖の断層、野坂・集

福寺断層帯／野坂断層帯（海域部）及び三方・花折断層

帯／三方断層帯（海域部）について、既存の探査データ

も参照し、延長部も含めて海域部の全体的な位置・形状

を確認し、全長を明らかにするとともに、活動履歴の解

明するため、海上音波探査、海底堆積物採取等を実施し

た。 

１）高田平野断層帯／直江津沖の断層 

 陸域の高田平野西縁断層から直江津沖の断層に至る

領域における活構造の有無、直江津沖の断層の北端部
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を確認するため、ブーマーを音源とするマルチチャン

ネル音波探査を実施した。その結果、高田平野西縁断

層の海域延長部に撓曲構造が確認された。また、直江

津沖の断層の北東延長上にも活褶曲が確認され、陸域

の高田平野西縁断層は、地質構造としては米山崎沖の

褶曲帯に連続していることが明らかになった。また、

高田平野西縁断層の海域延長部に確認された活撓曲付

近において、バイブロコアラーを実施した。その結果、

沖積層基底面に対応する反射面が同定され、陸域から

海域に連続する撓曲構造に完新世以降の活動が示唆さ

れた。 

２）野坂・集福寺断層帯／野坂断層帯（海域部） 

 野坂断層帯海域部については、陸上部と共に15～17

世紀に活動したか不明であり、これに先立つ完新世の

活動についてもデータが得られていない。このため、

同断層帯海域部の過去の活動時期、平均変位速度及び

単位変位量の解明を目的として、マルチチャンネル及

び高分解能シングルチャンネル音波探査と海上ボーリ

ングを実施した。その結果、本断層帯は少なくとも約

4～6千年前、約8千年前、約9千～1万5百年前に活動し、

完新世の平均上下変位速度は0.6～0.8m／千年、1回

の活動に伴う単位上下変位量は約1.7～3.3m であっ

たことが明らかになった。15～17世紀に野坂断層帯海

域部が活動したか否かについては、確定的なデータを

得ることができなかった。 

３）三方・花折断層帯／三方断層帯（海域部） 

 三方断層帯海域部については1662年寛文地震時に活

動したか不明であり、これに先立つ完新世の活動につ

いてもデータが得られていない。このため、同断層帯

海域部の過去の活動時期、平均変位速度及び単位変位

量の解明を目的として、マルチチャンネル及び高分解

能シングルチャンネル音波探査と海上ボーリングを実

施した。その結果、本断層帯は約1万3千年前以降、少

なくとも3回活動し、この間の平均上下変位速度は0.7

～1.0m／千年であることが分かった。また単位上下

変位量は約2～3m であった可能性が高い。最新活動

は約6.5～7千年前以降であることがわかったが、これ

が1662年寛文地震に対応するか否かについては、確定

的なデータが得られなかった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］高田平野断層帯、高田平野西縁断層、直

江津沖の断層、活撓曲、音波探査、バイ

ブロコアラー、野坂・集福寺断層帯、野

坂断層、活断層、活動履歴、海上ボーリ

ング、三方・花折断層帯、三方断層、活

断層、1662年寛文地震 

 

［テーマ題目20］警固断層帯（南東部）における重点的

調査観測 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、宮下 由香里、吾妻 崇、

水野 清秀（地質情報研究部門） 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、福岡県に位置する警固断層帯南東部が活動

した場合に想定される地震災害の軽減を目指し、断層帯

の地表付近の詳細な位置・形状、地下の震源断層形状、

過去の活動履歴等の活断層基本情報の高度化と、震源域

での強震動評価の高度化を目的に、九州大学からの再委

託で実施しているもので、平成25年度は3年計画の最終

年度にあたり、「陸上における活断層の詳細位置・形状

等の調査」および「陸上部の警固断層における最新活動

時期の高精度化」について分担実施した。このうち、陸

上における活断層の詳細位置、断層形状および変位量分

布の把握としては、警固断層帯（南東部）の地表付近で

の詳細な断層位置と分布形状および変位量分布を把握す

るため、警固断層、宇美断層および日向峠－小笠木峠断

層帯を含む全域について詳細な地形面区分を行った。ま

た断層の分布位置形状および変位量のデータを整理し、

それらをデータベース化するとともに、地形分類図、活

断層分布図と合わせて GIS 化した。陸上部の警固断層

における最新活動時期の高精度化としては、陸上部分に

おける警固断層の最新活動時期および複数回の活動履歴

をより高精度に求めることを目的に、これまでの調査結

果に基づいて、春日市の九州大学筑紫キャンパス内にお

いてトレンチ調査等を実施した。その結果、地層の堆積

状況や基盤岩の破砕状況を確認することができ、断層の

通過範囲を限定することができた。 

［キーワード］活断層、警固断層帯、位置、活動時期、

九州大学 

 

［テーマ題目21］南海トラフ広域地震防災研究プロジェ

クト 

［研究代表者］宍倉 正展（海溝型地震履歴研究チーム） 

［研究担当者］宍倉 正展、藤原 治、澤井 祐紀、 

行谷 佑一、松本 弾、谷川 晃一朗、

安藤 亮輔、鈴木 淳（地質情報研究部

門）（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトは、近い将来の発生が危惧される南海

トラフ沿いの巨大地震・津波による災害の軽減に貢献す

るため、大学や研究機関が自治体と連携し、地域連携減

災研究、巨大地震発生域調査観測研究、地震発生シミュ

レーション研究の3つの分野で調査研究を実施している。

活断層・地震研究センターでは、これらのうち、巨大地

震発生域調査観測研究の一環として陸域津波履歴調査を、

地震発生シミュレーション研究の一環としてモデル構

築・シナリオ研究の一部をそれぞれ担当している。平成

25年度は、陸域津波履歴調査では、高知県南国市十市地

区を中心に津波堆積物の検出を目的とした掘削調査を実
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施し、9地点でボーリング掘削、3地点でジオスライサー

掘削による地質柱状試料を採取した。このほか既存のボ

ーリング試料の観察や隆起痕跡の調査も実施した。モデ

ル構築・シナリオ研究では、歴史地震の断層モデルとサ

イクルに関する計算手法の検討を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ、巨大地震、津波、履歴、津

波堆積物、地震サイクルモデル 

 

［テーマ題目22］震源域で採取した岩石試料の物性およ

び破壊特性の研究 

［研究代表者］佐藤 隆司（地震素過程研究チーム） 

［研究担当者］佐藤 隆司、雷 興林（地圏資源環境研

究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は JST-JICA 地球規模課題対応国際科学技術協

力事業「鉱山での地震被害低減のための観測研究」の一

部を分担する。本事業は、南アフリカ金鉱山で発生する

地震を地震計、歪計等を用いて震源極近傍で観測するこ

とにより、地震発生過程解明および鉱山での地震被害低

減に寄与することを目的とする。本分担課題では、震源

域で採取した岩石試料の物性および破壊特性を室内実験

で計測し、震源極近傍での観測結果を解釈する際の基礎

データとする。 

 今年度は、5月から7月まで、南アフリカ Witwatersrand
大学の博士課程学生を招聘し、実験指導をした。南ア金

鉱山深度約3km から採取した橄欖岩および頁岩試料を

用いた破壊実験を行い、AE 時空間分布から岩石試料の

破壊過程を調べた。また、破壊後の試料の CT 画像を撮

影し、破壊面の形状と AE 震源分布の比較を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南アフリカ金鉱山、地震被害低減、震源

近傍観測、室内岩石破 壊試験、アコー

スティック・エミッション（AE） 

 

［テーマ題目23］動力学シミュレーションにおける傾斜

逆断層の解析的検討 

［研究代表者］加瀬 祐子（地震発生機構研究チーム） 

［研究担当者］加瀬 祐子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 動力学シミュレーションによる鉛直横ずれ断層と傾斜

60度逆断層の応力形状係数 c 値の関係（横ずれ＞逆断層）

が、無限長断層の関係（横ずれ＜縦ずれ）と異なってい

ることに対する検討をおこなった。縦ずれの近似解とし

ては、無限長断層に対する解析解（Starr、1928）が用

いられてきたが、Starr（1928）の問題設定では、断層

中央において traction が0にならないため、ここに自由

表面が存在する半無限媒質中の地表まで達する縦ずれ断

層の近似としては適切ではない（笠原、1983）。そこで、

全無限媒質中に長方形の断層面を仮定し、短辺（断層の

幅に相当）方向に剪断応力がはたらく場合（縦ずれに相

当）の動力学的破壊を計算した。その結果、断層の長辺

（断層の長さに相当）が長くなるに従って、c 値は

Starr（1928）の解に収束する傾向を示し、この値は、

鉛直横ずれ断層の c 値よりも常に大きかった。以上より、

地表まで達する縦ずれ断層の c 値が横ずれ断層のものよ

りも小さいことは問題ないと考えられる。ただし、今後、

静的問題として同様の検討をおこない、同様の結果が出

ることを確かめる必要がある。 

 傾斜角や応力降下量のばらつきを考慮してパラメータ

スタディを行い、c 値の変動を確認した。応力降下量が

同じであれば、傾斜角による c 値のばらつきは極めて小

さい。また、応力降下量が小さすぎるために破壊が広が

りにくい場合を除いて、応力降下量による c 値のばらつ

きも十分に小さい。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］動力学的断層破壊シミュレーション、逆

断層、応力形状係数、断層パラメータ 

 

［テーマ題目24］H25柏崎深部地震動観測サイト周辺の

地震・GPS 観測網の整備作業 

［研究代表者］阿部 信太郎 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］阿部 信太郎、竿本 英貴、林田 拓己 

（外来研究員）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新潟県南部地域に展開中の GPS 連続観測点30点と微

動・地震動連続観測点15点の継続的な運用を確保するた

め、データ収集等保守作業を行った。通常の保守に加え、

大雪等に備えるため GPS アンテナのケーブル接続部の

交換・補強を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震観測、GPS 観測 

 

［テーマ題目25］巨大地震断層の力学的・水理学的特性

の解明 

［研究代表者］高橋 美紀（地震素過程研究チーム） 

［研究担当者］高橋 美紀、北島 弘子、金川 久一 

（千葉大学）、堤 昭人（京都大学）、 

廣瀬 丈洋（海洋研究開発機構）、 

谷川 亘（海洋研究開発機構） 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 新学術領域研究「超深度掘削が拓く巨大海溝型地震の

新しい描像」の課題の一つである「巨大地震断層の力学

的・水理学的特性の解明」では南海トラフ掘削コア等の

試料の物性から海溝型巨大地震の発生メカニズムの解明

を目指している。今年度は本課題の最終年度であり、主

に産総研で分担した実験は摩擦発熱による断層岩近傍の

イライト化を実験に再現することである。 
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 膨潤性を示す Na スメクタイト30wt%+石英70wt%の

混合ガウジ1g に0～1mol/l の濃度の KCl 溶液0.5cc を加

え、垂直応力1～2MPa、変位速度1.3m/s で摩擦実験を

行った。その結果、KCl 濃度の増加に伴って定常摩擦

強度が増加する傾向が認められた。また、0.5mol/l 以

上の KCl 濃度の実験では、すべり面の温度が120℃以上

に達した試料において、膨潤性を示さない K スメクタイ

トとわずかなイライトが認められた。以上の実験結果は、

摩擦発熱によって膨潤性を示すスメクタイトが膨潤性を

示さなくなるスメクタイトやイライトに変化することを

示した。付加体中の断層で見つかっている局所的なスメ

クタイトのイライト化は、地震、つまり高速の破壊が伝

播した証拠となりうる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ地震発生帯掘削、粘土含有量、

摩擦強度、速度依存性 

 

［テーマ題目26］岩石の不安定挙動への分岐とその準備

過程 

［研究代表者］高橋 美紀（地震素過程研究チーム） 

［研究担当者］高橋 美紀、北島 弘子、重松 紀生 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では大地震へと発展するシステムの不安定挙動

への準備は、まずシステムの中での剪断面の選択と集中

から始まると仮定し、歪軟化準備過程において観測可能

な現象を、板状の岩塩を模擬岩体とし平面歪試験の結果

から提言することを目的としている。平成25年度の実施

内容は大きく2点あり、1点目は試料である岩塩の変形特

性を調べることであり、2点目は平面歪試験機の製作で

ある。 

 岩塩試料の変形特性：オランダ・ユトレヒト大学にて

回転式剪断試験機を用い岩塩の変形速度に対する強度・

摩擦特性・変形組織について調べた。また、当大学にて

実験後の岩塩試料の観察に際し、適切な薄片試料の作り

方も学ぶことができた。岩塩と白雲母を8：2で混在させ

た試料に低速度で剪断歪を与えた後、比較的高速度での

変形条件に急変させる実験を実施した。低速度条件では

岩塩は流動変形を示し、マイロナイト組織を作ることが

分かっている。一方高速条件下では変形に伴い孔隙の多

いランダムな組織をとることが分かっている。しかしな

がら、天然のマイロナイト組織の観察から、シュードタ

キライトのように高速変形はマイロナイトの面構造を使

って変形が集中した結の境界付近に剪断の集中が見られ

た。また、摩擦挙動も流動から摩擦へのメカニズムのス

イッチを示唆する挙動を示した。 

 平面歪試験装置の製作：岩塩の板状試料の変形と変形

場のその場観察のため平面歪試験機を作製した。空気圧

を使ってピストンを駆動し、ゆっくりと変形を加え、最

終的な破断に至る前の歪の集中過程をカメラで記録する

ことを想定している。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］平面歪試験機、回転式剪断試験機、岩塩、

マイロナイト、速度弱化、歪軟化 

 

［テーマ題目27］南海トラフにおける未知の巨大津波に

関する地形・地質学的研究 

［研究代表者］宍倉 正展（海溝型地震履歴研究チーム） 

［研究担当者］前杢 英明（広島大学）、宍倉 正展、

行谷 佑一、越後 智雄（地域地盤環境

研究所）（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 南海トラフ沿いに発生した過去の巨大地震に伴う津波

の規模とその履歴解明のため、紀伊半島南部沿岸の津波

および隆起の痕跡に関する調査を行った。特に和歌山県

串本町の橋杭岩周辺では、津波石と思われる漂礫群につ

いて、これまで明らかになっている漂礫の位置、形状を

確認するとともに、補足の測量を実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ、巨大地震、津波、隆起、履

歴、津波石 

 

［テーマ題目28］非火山性深部低周波微動の波動特性を

利用したメカニズム解決定と微動発生機

構の解明 

［研究代表者］今西 和俊（地震発生機構研究チーム） 

［研究担当者］今西 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 世界各地のプレート境界域で発見された非火山性深部

低周波微動（以後、単に微動と呼ぶ）は、巨大地震の発

生機構を解明するための重要な手掛かりとして注目され

ている。本研究は微動の波動特性を最大限に利用したメ

カニズム解推定法を開発し、微動の発生機構を明らかに

するものである。H25年度は S 波スプリッティングの影

響を補正することで、震源放射に関係した S 波の振動

方向を正しく推定することに成功した。複数観測点にお

ける S 波の振動方向を最もよく説明する解をグリッド

サーチすることでメカニズム解推定が可能となる。2013

年4月に紀伊半島北東部で発生した微動活動に適用した

ところ、北西側が低角で南東側が高角の節面を持つ解が

多く確認できた。また、推定誤差を考慮しても横ずれ成

分を持つ微動も起こっていることが明らかとなった。本

研究は科学研究費補助金（基盤研究 C）により実施され

ている。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］プレート境界、非火山性深部低周波微動、

メカニズム解、波動特性、紀伊半島、臨

時観測 

 

［テーマ題目29］石垣島・宮古島の津波堆積物の調査－
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巨大地震を繰り返す琉球海溝沈み込み 

［研究代表者］宍倉 正展（海溝型地震履歴研究チーム） 

［研究担当者］安藤 雅孝（台湾中央研究院地球科学研

究所）、中村 衛（琉球大学）、 

宍倉 正展（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 琉球海溝沿いに発生した過去の巨大地震に伴う津波に

ついて、その履歴解明のために、石垣島においてトレン

チ掘削による津波堆積物調査を行った。また一部で有孔

虫分析も行った。その結果、1771年八重山津波およびそ

れより前の津波によって堆積した可能性のある層準を確

認した。このほか宮古島の友利、伊良部（2地点）で得

られた試料について14C 年代測定を実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］琉球海溝、石垣島、宮古島、巨大地震、

1771年八重山津波、津波堆積物 

 

［テーマ題目30］自然地震データと物理モデルを用いた

広い速度レンジでの摩擦特性の推定 

［研究代表者］安藤 亮輔（地震災害予測研究チーム） 

［研究担当者］安藤 亮輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 東北地方太平洋沖地震の観測結果等にもとづいて、従

来断層上の定常的に非地震的に滑る摩擦特性を持つと解

釈されていた領域でも、地震時に大きく滑る可能性があ

るとの指摘が多くされている。しかしながら、そのよう

な可能性について、断層の摩擦特性の推定による直接的

な検証は、まだ行われていない。本研究では、観測デー

タと物理モデルにより、この問題の検証を行うことを目

的とする。本年度は、研究代表者の担当業務の変更があ

り、当初予定通りのエフォートを割くことが出来なかっ

たが、解析に用いるデータを研究協力者から入手するこ

とができた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震破壊、超巨大地震、摩擦、レオロジ

ー、スロー地震 

 

［テーマ題目31］延岡衝上断層下盤メランジュの変形機

構の解明 

［研究代表者］北島 弘子（地震素過程研究チーム） 

［研究担当者］北島 弘子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 深部付加体を構成するメランジュの力学特性・変形機

構を解明するため、延岡衝上断層下盤メランジュの高温

高圧三軸変形実験を行った。延岡衝上断層掘削コアのメ

ランジュサンプルを、メランジュ形成時の温度である

250℃にて変形させた。有効圧＝120MPa（地下約8km
での間隙水圧が静水圧に近い条件）のときは延性的に、 

有効圧＝20MPa（地下約8km での間隙水圧が静岩圧に

近い条件）のときは脆性的に変形することが明らかにな

った。  

［分 野 名］地質 

［キーワード］延岡衝上断層、メランジュ、変形実験、

高温高圧、付加体 

 

［テーマ題目32］P 波振動極性の統計的性質と高感度地

震検出手法の開発 

［研究代表者］内出 崇彦（地震発生機構研究チーム） 

［研究担当者］内出 崇彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は科学研究費補助金(研究活動スタート支援)で

実施した。従来より高い感度で多数の地震を自動的に検

出することを目指して、P 波の振動方向を用いた震源推

定法を開発する。複数の観測点での直線的振動の方角を

延長することで震央の位置を推定する方法である。 

 まず、岐阜県飛騨地方の地震波形連続記録を振動極性

解析にかけて、直達 P 波と無関係な直線的振動を調べ

た。コーダ波によるもの、観測点近傍の擾乱によるもの

が見られたが、振動の振幅や伏角の情報も利用すること

で概ね回避できた。この補正をかけて地震検出を行った

ところ、気象庁一元化震源カタログの44%を検出した一

方で、同カタログにない地震も検出できた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震学、時系列解析、振動極性解析、イ

ベント検出、自動震源決定、岐阜県飛騨

地方 

 

③【地圏資源環境研究部門】 
（Institute for Geo-Resources and Environment） 

（存続期間：2001.4.1～） 
 
研究部門長：中尾 信典 
副研究部門長：光畑 裕司、佐脇 貴幸 
総括研究主幹：棚橋 学、丸井 敦尚 
 
所在地：つくば中央第7 

人 員：60名（60名） 

経 費：2,040,668千円（555,522千円） 

 
概 要： 

 現代社会の営みは、多くの天然資源の消費の上に成

り立っている。しかし、20世紀後半からの我々人類の

生産及び消費活動の活発化は著しく、21世紀の近い将

来においても天然資源の枯渇が現実的な問題になりつ

つある。また、化石燃料資源の大量消費による地球温

暖化を始めとして、資源と環境の分野は密接に関連し

ており、それらの関係を見据えた対応が差し迫った課

題となっている。このような状況を背景に、地圏資源

環境研究部門は、持続発展可能な社会の構築に向けて、

環境への負荷を最小化しつつ資源の開発や地圏の利用
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を行うための研究及び技術開発を行い、その成果を社

会に還元することをミッションとする。 

 ミッション達成のための具体的な研究及び技術開発

として、以下のユニット戦略課題を設定して取り組む。 

 1) 土壌汚染評価技術の開発、2) 二酸化炭素地中貯

留評価技術の開発、3) 地層処分にかかわる評価技術

の開発、4) 鉱物・燃料資源のポテンシャル評価、5) 

地下水・地熱資源のポテンシャル評価および、6) 地

圏の資源環境に関する知的基盤の構築に関する研究を

進める。 

 これらの研究の推進にあたっては、独立行政法人の

位置づけを十分に意識し、基礎研究、戦略基礎研究、

応用研究、企業化研究とつながる研究発展の流れの中

で、戦略基礎研究（第2種基礎研究）を中心に据え、

我が国の経済産業が順調に推移するための資源及び環

境分野における研究貢献を果たしていく。また、社会

ニーズを把握しながら、資源の安定供給や地圏環境の

保全に必要な萌芽的・基盤的研究にバランスよく取り

組む。 

【ユニット戦略課題】 

1. 土壌汚染評価技術の開発 

2. 二酸化炭素地中貯留評価技術の開発 

3. 地層処分にかかわる評価技術の開発 

4. 鉱物・燃料資源のポテンシャル評価 

5. 地下水・地熱資源のポテンシャル評価 

6. 地圏の資源環境に関する知的基盤の構築 

----------------------------------------------------------------------- 
【内部資金】 
「重レアアース鉱床の探査技術の実用化」 

 

「重金属類土壌汚染調査評価及びリスク低減方策に関す

る技術開発」 

 

「地下微生物を利用したメタンガス合成技術」 

 

「放射性セシウム廃棄物等の管理に関する安全性評価技

術」 

 

「ベントナイト性能標準試験法の開発」 

 

「吸着剤を使用した水中の低濃度の放射性セシウムのモ

ニタリング方法の標準化」 

 

【外部資金】 
経済産業省 平成25年度地層処分技術調査等事業「地層

処分共通技術調査：海域地質環境調査確証技術開発」 

 
経済産業省 平成25年度二酸化炭素回収・貯蔵安全性評

価技術開発事業「弾性波探査を補完する CO2挙動評価

技術の開発」 

経済産業省 平成25年度希少金属資源開発推進基盤整備

事業「資源権益確保推進事業のうち資源開発可能性調査

に係るもの」 

 
農林水産省 食料生産地域再生のための先端技術展開事

業「野菜栽培による農業経営を可能とする生産技術の実

証研究」 

 
科学技術振興機構(（JST）国際科学技術共同研究推進

事業（地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム）

「新規廃棄物処分場の適地選定手法の構築」 

 
日本鉱業協会「金属鉱床タイプ別 SIP 法電気探査法の

実用化に関する研究」 

 
農業・食品産業技術総合研究機構「地域資源を活用した

再生可能エネルギーの精算・利用のためのプロジェクト 

施設園芸における熱エネルギーの効率的利用技術の開発」 

 
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 メタン

ハイドレート開発促進事業「新規取得試料の微生物学的

分析」 

 
国立大学法人高知大学「Exp.337下北沖深部掘削試料の

全元素、物理特性、微生物集積の多次元マッピング」 

 
独立行政法人海洋研究開発機構 IODP 掘削提案フィジ

ビリティ研究委託事業「海底地すべりメカニズム解明の

ための三陸沖科学掘削に向けた海域データ整備」 

 
独立行政法人物質・材料研究機構「低結晶質粘土鉱物・

非晶質物質における Cs 吸着特性脱着挙動の検討」 

 
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構  平成25

年度エネルギー使用合理化希少金属資源開発推進基盤整

備事業「アメリカ合衆国ボレートヒル地域選鉱・抽出試

験業務」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B) 研究分担）「孔内用精密制御振源とトモグラ

フィ解析による表層地盤の S 波速度構造の高精度決定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B)）「生物的原油分解メタン生成ポテンシャルと

メカニズムに着目した油層特性評価技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C)）「ゲノム解析と培養試験による海洋のメタン

酸化微生物群の共生機構の解明」 
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独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的萌芽研究）「環境微生物集団における未知微生物群の

探索」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「イオン吸着型希土類鉱床の探査法の確立と

資源量評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「低炭素型枯渇油田再生化技術の開発を目指

した原油分解メタン生成メカニズムの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「東京地域における都市地下温暖化の形成過

程解明と将来予測に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「重希土類資源として最適な難溶性鉱物の資

源評価法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（研究

活動スタート支援）「地殻から上部マントル環境下にお

けるかんらん石の3価鉄の存在状態と存在領域の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究 研究分担）「巨大地震断層の三次元高精度

構造と物性の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C) 研究分担）「ベトナムにおける鉱物資源開発

に関するガバナンス」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A) 研究分担）「南アフリカ大深度鉱山での AE
計測第二期：地下空洞による岩盤損傷の監視と山跳ね予

知」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B) 研究分担）「シビアな環境汚染除染以降のブ

ラウンフィールド問題とリスクコミュニケーションの課

題」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B) 研究分担）「丘陵地森林の放射性物質の流

出・循環の景観生態学的分析と里山の生態的再生の検討」 

 

発 表：誌上発表140件、口頭発表321件、その他104件 

--------------------------------------------------------------------------- 
地下水研究グループ 
（Groundwater Research Group） 

研究グループ長：丸井 敦尚 
（つくば中央第7） 

概 要： 
 地球の水循環系を構成する地下水について、その流

域規模での量・質・流れ・変動・温度分布等を明らか

にする調査研究を実施するとともに、地下水の開発・

利用・管理・環境改善に関わる評価手法の開発やモデ

リングの高度化を行う。また、地下水を主題とする知

的基盤情報を水文環境図等により公開するほか、水文

データベース、地中熱利用ポテンシャル・データベー

スを更新する。 
研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５、テーマ題目

６ 

 
地圏環境リスク研究グループ 
（Geo-Environmental Risk Research Group） 

研究グループ長：張 銘 
（つくば中央第7） 

概 要： 
 土壌・地下水汚染に係る調査・評価技術、浄化・対

策技術ならびにリスク評価・管理技術の研究開発と知

的基盤整備を重点的に推進する。また、関連開発技術

と成果を広く社会へ還元するために、原発事故や二酸

化炭素地中貯留、核廃棄物の地層処分、休廃止鉱山跡

地管理およびモールスケールマイニングなどの多くの

実社会問題にも適用し、社会実装と普及を図る。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

５、テーマ題目６ 

 
CO2地中貯留研究グループ 
（CO2 Geological Storage Research Group） 

研究グループ長：西 祐司 
（つくば中央第7） 

概 要： 
 環境に調和した地下の有効利用を促進するために必

要な技術開発を行う。特に、地球温暖化対策としての

二酸化炭素地中貯留に関わる技術の開発を行うととも

に、環境に負荷を与えない地下利用・資源開発のため

の技術、環境を保全し安全を評価する技術などについ

て研究を実施する。 
研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目６ 

 

地圏環境システム研究グループ 
（Geo-Environmental System Research Group） 
研究グループ長：高倉 伸一 

（つくば中央第7） 

概 要： 
 岩石・岩盤力学、物理探査、地圏流体シミュレーシ

ョンなど主として物理学的実験およびフィールドワー

クの手法を用いて、地層処分安全研究、CO2地中貯留
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研究、地熱等資源研究、地下利用技術研究に取り組み、

地圏環境との調和を考えた地下の有効利用および資源

開発に必要な技術の開発を行う。 
研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

６ 

 
物理探査研究グループ 
（Exploration Geophysics Research Group） 

研究グループ長：光畑 裕司 
（つくば中央第7） 

概 要： 
 地圏の利用や環境保全、資源・エネルギー開発ある

いは地質災害に対する防災等のための基盤技術として、

各種物理探査手法の高度化と統合的解析手法の研究を

行うとともに、地層処分や二酸化炭素の地中貯留等に

おける岩盤評価、地下水環境・地質汚染等における浅

部地質環境評価・監視、地熱・鉱物・燃料資源探査な

どの分野へ物理探査法を適用し、対象に即した効果的

な探査法の研究を行う。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４、テーマ題目５、テーマ

題目６ 

 
地圏化学研究グループ 
（Resource Geochemistry Research Group） 
研究グループ長：佐脇 貴幸 

（つくば中央第7） 

概 要： 
 地圏内の物質の分布・挙動を、地化学的・地質学

的・鉱物学的手法により明らかにする事を目指し、燃

料資源、非金属鉱物資源・材料及びこれらに関連する

流体等を研究対象として、資源の成因解明・開発、環

境保全、製品化等に資する研究を進める。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

６ 

 
地圏微生物研究グループ 
（Geomicrobiology Research Group） 
研究グループ長：坂田 将 

（つくば中央第7） 
概 要： 

 地圏における微生物の分布と多様性、機能、活性を

評価することにより、元素の生物地球化学的循環に関

する基盤的情報を提供するとともに、天然ガス等の資

源開発、地圏の環境保全や利用に資する研究を行う。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

４、テーマ題目６ 

 
燃料資源地質研究グループ 
（Fuel Resource Geology Research Group） 

研究グループ長：鈴木 祐一郎 
（つくば中央第7） 

概 要： 
 メタンハイドレート等天然ガス資源を初めとする燃

料地下資源の探査技術高度化を目指し、燃料資源探査

法、燃料鉱床形成機構及び燃料資源ポテンシャル評価

法の研究を行うとともに、我が国土及び周辺海域の3

次元的地質調査情報に基づく燃料資源ポテンシャル把

握の精度向上のための基盤的研究を進める。 
研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６ 

 
鉱物資源研究グループ 
（Mineral Resources Research Group） 

研究グループ長：高木 哲一 
（つくば中央第7） 

概 要： 
 国民生活、日本の産業にとって不可欠な各種の鉱物

資源、特に産業界からの要請の強いレアアース等の希

少金属資源および非金属資源の探査手法の開発を行う。

また鉱物資源に関する基礎的情報を提供するとともに、

鉱物資源のポテンシャル評価を行う。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

６ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］土壌汚染評価技術の開発 
［研究代表者］光畑 裕司 
［研究担当者］光畑 裕司、張 銘、坂田 将ほか 

（常勤職員11名、他8名） 
［研 究 内 容］ 
東日本大震災によって発生した津波堆積物の調査と評

価に関して、最終報告書を取りまとめるとともに、地質

情報展や地質標本館特別展などを介して研究成果を広く

公表し、復興支援に力を注げるように努めた。本研究で

得られた津波堆積物に含有する重金属類とそのリスクに

関する知見は、復興における津波堆積物の有効利活用に

関して非常に有用であり、平成25年度6月14日に開催さ

れた土木学会平成25年度定時総会において平成24年度土

木学会論文賞を受賞した。 

放射性セシウムを含む除染土壌等の保管施設とその周

辺環境における総合的な環境管理及びリスク評価を目的

として、地圏環境リスク評価システム GERAS-3（詳細

型モデル）の放射性物質バージョンを開発した。保管施

設より浸出した放射性セシウムの土壌・地下水環境での

拡散の評価が可能な数値解析モデルの構築に基づき、

Windows 上での初期パラメータの入力や、結果の可視

化を容易にするために構築されたプリ・ポストプロセッ

サーと併せて、GERAS-3放射性物質バージョンとして

整備し，関係者に限定公開した。また、環境水中におけ

る低濃度放射性セシウムの計測技術の開発や環境動態モ

ニタリング、育苗における放射性セシウムの影響回避技
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術の確立などの研究を進め、吸着剤を使用した水中の低

濃度の放射性セシウムのモニタリング方法の標準化にも

着手した。 
 土壌汚染対策法の改正に伴う土壌汚染の原位置浄化の

高いニーズを背景に、技術の実用化と普及による社会へ

の還元を目標に、関連調査技術、浄化技術及びリスク評

価技術に関する体系的研究開発を民間企業および他研究

機関との研究協力のもとで継続して実施している。本年

度は、これまでの成果を踏まえ、鉛などの重金属類の長

期的溶出特性の評価とモデル化に重点を置き、45地点に

及ぶ試料を採取し、鉛などの重金属類の溶出特性と有機

物含有量、交換態、炭酸塩結合態、Fe-Mn 酸化物結合

態、有機物結合態及び鉱物結晶格子態との相関性を明ら

かにし、存在形態を考慮したリスク評価モデルの考案を

実施した。また、リスク評価に基づく浄化対策を国際規

格へ反映させるために、H25年度では ISO/TC190（Soil 
Quality ） 年 会 に 参 加 し 、 WG12 （ Risk Based 
Remediation Measures）にて新規格提案に着手した。

また、土壌汚染対策法で規制されている Cr、Cd 及び

Pb のほか、メッキ金属として広く一般に使われている

Fe、Ni、Cu、Zn、Ag 及び Sn にも着目し、これらに

対して発光バクテリア（Vibrio fischeri）による急性毒

性試験を実施した。 
揮発性有機化合物（VOCs）の原位置浄化技術の実用

化に向けて、関連企業と連携し、特に微生物を利活用し

た低コスト・低環境負荷バイオバイオレメディエーショ

ンに関する研究を戦略的に推進し、バイオバイオレメデ

ィエーションにおけるクロロエチレン類の汚染濃度が分

解・浄化に与える影響を明らかにした。また、天然硫化

鉄鉱を用いた残留性塩素系化合物に関するより天然に近

い環境における浄化メカニズムの解明を進め、特に亜熱

帯地域の沿岸硫酸酸性土壌を対象とした浄化効果の評価

を行った。 
 わが国の地圏環境における環境リスクを評価するため

の解析手法として、地圏環境リスク評価システム

（GERAS）の開発・改良を継続実施している。本年度

は、多成分の重金属類に起因する土壌・地下水汚染を対

象として、重金属類の溶出、錯生成、沈殿生成、またこ

れらの反応に伴う pH 変化をも考慮可能なように、

GERAS-3（詳細型モデル）のプログラムコードの改良

を施した。このプログラムは、初期パラメータの入力や、

結果の可視化を容易にするために構築されたプリ・ポス

トプロセッサーと連動して起動し、地下水の流動に伴う

汚染物質の空間的な拡がりや、暴露量に基づきヒトへの

健康影響を定量的に評価することを目的とした

GERAS-3重金属バージョンの改良版として関係者に限

定公開した。 

 さらに、汚染土壌や下水スラッジおよび堆積中の

PCB と PAH 分析に係る ISO 規格制定のためのリング

テストへの参加やスモールスケールマイニング、ベトナ

ムにおける鉱物資源開発に関するガバナンス、ネパール

やバングラデシュなどにおける飲用水のヒ素浄化技術の

開発、ならびにスリランカでの廃棄物処分場立地に関す

るリスクマップや適地選定のマニュアル作成等、土壌・

地下水汚染調査・研究の国際展開を図った。 
［分 野 名］地質、環境・エネルギー 
［キーワード］土壌汚染、地下水汚染、リスク評価、津

波堆積物、放射性セシウム、国際規格 

 
［テーマ題目２］二酸化炭素地中貯留評価技術の開発 
［研究代表者］中尾 信典 
［研究担当者］中尾 信典、西 祐司、高倉 伸一ほか

（常勤職員22名、他3名） 
［研 究 内 容］ 
 大気中の CO2削減のため、大規模発生源に近い沿岸

域において CO2を地下1、000m 程度の深部に圧入する

地中貯留技術が期待されている。弾性波補完モニタリン

グ技術の開発では、重力、自然電位、AE（Acoustic 
Emission）などの多面的なモニタリング技術を適用し、

弾性波探査（反射法など）を補完できる技術を構築する

ことで、長期的なモニタリングコストの低減を目指す。

今年度は、大規模 CO2圧入を計画している米国・南西

部炭素隔離地域パートナーシップ（SWP）のテスト・

サイト（米国テキサス州）においてベースライン測定を

継続した後、CO2圧入開始時データ取得を開始した。最

適モデリング技術の開発では、数値シミュレーションに

より計算される温度、圧力、CO2飽和度等の変化量を、

観測可能な物理量に変換するプログラムの開発・整備を

行い、長期 CO2挙動予測の精度向上に寄与することを

目指す。今年度は、潜在リスクを想定した CO2圧入時

の重力と反射法の変動予測計算を行うとともに、電気・

電磁気ポストプロセッサの改良、および沿岸域への適用

のための機能追加を行った。 

 遮蔽性能評価技術の開発のうち、ジオメカニクスを考

慮した断層モデリング手法の開発では、前年度作成した

長野県松代地域の地質モデルを基に、松代群発地震の震

源位置経時変化と整合的な断層挙動パターンを得るため

のパラメータのチューニングを行った後、TOUGH-
FLAC で用いる各種パラメータの感度解析を行った。

また、別所層松代泥岩、北海道・苫小牧の坑井試料を用

いたせん断・透水試験等を行った。CO2移行特性評価技

術の開発では、地中貯留用の地層となる砂泥互層に関し

て、CO2長期挙動シミュレーションに資する地質モデリ

ング手法の開発を目指し、従来進めてきた粒径を制御し

た人工試料に加えて泥岩試料に対して種々の有効圧にお

いて浸透実験を実施しシール圧の評価手法の検討を行う

とともに、化学的反応プロセスの評価として、炭酸泉お

よび炭酸水素塩泉において現場反応実験を行い、炭酸塩

鉱物の反応速度データを取得した。 

 基礎的な研究としては、地下貯留系発達状況、水圧破
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砕効果、圧入流体挙動を知るための手がかりとして、ま

た社会的受容性の観点から重要な流体の地下圧入により

誘発される AE・微小地震について、コアスケールの室

内実験と現場スケールにおいて過去の実例や地下流体が

駆動する天然地震をナチュラルアナログとして国際共同

研究を通じて研究を進めている。今年度は、中国内陸 

四川盆地の天然ガス田における廃水処分を目的とした枯

渇ガス田への注水による誘発地震の最近の例を詳細に解

析等を実施した。 

［分 野 名］地質、環境・エネルギー 
［キーワード］二酸化炭素、地中貯留、環境 
 
［テーマ題目３］地層処分にかかわる評価技術の開発 
［研究代表者］光畑 裕司 
［研究担当者］丸井 敦尚、光畑 裕司、町田 功、 

横田 俊之、上田 匠、井川 怜欧ほか 
（常勤職員8名、他8名） 

［研 究 内 容］ 
 沿岸域において、「原子力政策大綱でいう、地上から

の調査」を想定した、ボーリングによる地質・地下水環

境を調査・観測しながら、段階的かつ繰り返し地下水の

流動解析を行い、沿岸域における塩淡境界の形状把握と

地下水の長期的な流動・滞留状況を評価する。これによ

って、ボーリング掘削を含めた地下水調査と物理探査と

の組合せや関連データベースの活用等を含めた、沿岸域

における淡水地下水の賦存状態や断層等による地下水流

動の把握及びその長期的な変遷の評価に係る総合的な調

査評価手法として構築することを目的としている。本調

査による掘削で得られた地質試料に対して、花粉分析、

CNS 分析、土質試験、針貫入試験、透水試験等を実施

した。さらに、水理試験や広域超長期地下水流動解析を

実施した結果、海底下の淡水地下水領域が形成されたの

は氷期の地下水流動によるものであり、海底下の地下水

が超長期的に安定して存在していることが判明した。さ

らに、全国の平野と盆地における堆積層データベースを

完成させ、地下水賦存量や各地の地下水流動解析を実施

した。この結果、安定した地下水の存在する領域を示す

ことに成功し、カスタマイズされた地下水データベース

と合わせ、本研究に資するデータベースを発信できるよ

うになった。 

 海域における地質環境調査技術の研究に関しては、物

理探査手法により駿河湾地域の海底下の地質構造をとら

えることができた。これまでに報告されている断層を含

む構造を精度よくとらえることができ、実際の調査にお

ける検証の精度等を確認することができた。また、陸域

における水文調査により、降水起源の地下水流動が海洋

へ流出していることが推定された。さらに海域における

サイドスキャンソナー調査や音波探査による微地形調査

において、海底に存在する湧水が確認され、ラドン調査

によって、これが地下水起源であることも判明した。実

際に海底に湧き出す湧水の試料を採取し、陸域の地下水

との関係を調査する予定である。また、これらを検証す

るため、沿岸部（海岸）に深度500m の調査掘削を計画

している。この掘削においては、海水の影響を排した地

質・地下水試料を採取して、高精度に深部地質環境を把

握・評価することが目的である。このため、多段階的な

構造を持つ調査井掘削を実施する予定であるが、本年度

は掘削位置の選定や調査時期の地元調整などに費やした。

このボーリング掘削において、陸域から流下する地下水

が海底に流出している様子や氷期に形成された深部地下

水流動の痕跡をたどることができれば、水理ヒストリー

を踏まえた深部地下水の賦存状況をとらえることができ

るため、今後の処分地選定のための地下水環境情報を高

精度に発信することができる。堆積平野の沿岸海域に存

在する淡水地下水領域（海底湧出地下水を含む）の存在

を、現地掘削調査や広域・超長期的地下水流動解析など

から示すことで、、深層地下水環境を高精度に評価する。 
［分 野 名］地質、環境・エネルギー 
［キーワード］地層処分、深部地下水、断層、 

深部地質環境 
 
［テーマ題目４］鉱物・燃料資源のポテンシャル評価 
［研究代表者］棚橋 学 
［研究担当者］高木 哲一、鈴木 祐一郎、坂田 将、

佐脇 貴幸、棚橋 学ほか 

（常勤職員26名、他13名） 

［研 究 内 容］ 
 レアメタル資源国と共同で資源調査を実施し、我が国

の資源権益確保に必要な各種資源情報を獲得するために、

資源エネルギー庁委託費により選鉱・製錬技術・資源評

価技術の高度化、レアアース鉱床の現地調査・情報収集、

世界的レアアース資源のデータベース構築・マテリアル

フロー解析などを実施した。そのために、高精度年代測

定装置 SHRIMP、高電圧パルス選択性粉砕装置

（SELFRAG）等の先端的機器を用いた高度な化学分析

により、国外の有望レアアース鉱床の資源ポテンシャル

評価を実施した。国際共同研究推進としては、特にブラ

ジル鉱産局（DNPM）との研究協力覚書締結の下、5年

間の研究協力を開始し、ブラジル国内に賦存するレアア

ース鉱床に関する地質・品位、開発状況等の共同調査を

実施した。また、国内外の学会等で多数の講演、普及活

動、技術移転等を実施した。グローバル・リモートセン

シング利用資源解析強化事業では、アジア鉱物資源デー

タベース構築のためのデータ整備を昨年度に引き続き実

施した。ベントナイト資源研究として、東北地方のベン

トナイト資源の賦存量調査とともに、品質評価のために

陽イオン交換容量の測定法の標準化に関する試験を実施

した。 

 日本海の表層型メタンハイドレートの成因・資源ポテ

ンシャル評価のための研究を経産省委託費として本格的
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に開始し、調査航海では海底地形調査、海底表層探査、

熱流量測定などの調査を実施した。これまでに得られて

いるコアの解析と3D 震探解析を基に、上越海丘のポッ

クマークと海底谷の成因を考察し、海水準低下期におけ

るメタンハイドレートの分解による機構を提案し、論文

として報告した。熱構造解析ではメタンハイドレート安

定領域下限深度を推定することを目的に上越沖の温度構

造モデルを構築した。南海トラフ域では熱流量データに

基づき、海底下の温度構造モデルの構築をおこない、海

底堆積物の現場法による熱伝導率の計測方法の開発を進

めた。また現在、海底水温変動を実測するため海底に温

度計を設置し、長期間の温度モニタリングを継続中であ

る。三陸沖下北半島東方沖の地質構造解析により、緩傾

斜斜面における天然ガスが係わる崩壊型堆積層形成メカ

ニズムを示した。シェールオイルに関して秋田・山形堆

積盆での層序試錐「能代 GS-1」および「遊佐 GS-1」
のコア試料の有機地化学的分析をおこない女川層の一部

が高いポテンシャルを持つことを確認した。 

関東地方の水溶性天然ガスに関し、水溶性天然ガスの

化学分析結果を総合解析した。関東地方の非火山性温泉

（主に深層熱水型）についての泉質とメタンガスの検出

の有無を統計的に解析したところ、泉質別では強塩化物

泉では8-9割、弱塩化物泉では5割以上の温泉でメタンガ

スが検出されている。基本的に、メタンガスは強塩化物

泉である化石海水に由来し、天水に希釈されることによ

り溶存ガス量も低くなっていることが確認された。地圏

微生物に関する研究では、国内油田から分離・獲得した

メタン生成菌の生理学的諸性質を調査した結果、比較的

高分子の有機物を直接分解してメタンを生産する代謝機

能を有することを発見し、既存のメタン生成菌には知ら

れていない新規のメタン生成経路の存在を明らかにした。

天然ガス資源に関する基礎的な研究として、ガスハイド

レートの相平衡条件の測定実験を実施し、ハイドレート

生成促進剤を用いた場合の二酸化炭素及びエタンのハイ

ドレート相の平衡条件を明らかにした。天然ガス中の i-
C4/n-C4比と、i-C4及び n-C4の炭素同位体比に関して

解析した結果、n-C4の一部が i-C4に変化していること

が推定された。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］鉱物資源、レアメタル、レアアース、ベ

ントナイト、天然ガス、メタンハイドレ

ート、メタン生成 

 
［テーマ題目５］地下水・地熱資源のポテンシャル評価 
［研究代表者］丸井 敦尚、 
［研究担当者］井川 怜欧、町田 功、柳澤 教雄ほか

（常勤職員11名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 地下水資源のポテンシャル評価においては、水文環境

図の構築を通して地下水資源の量と質、さらにはその循

環速度に関する情報を発信している。本年度は熊本平野

の水文環境図を発行し、その充実に努めた。また、帯水

層蓄熱を利用した地中熱システムのポテンシャル評価手

法の開発を実施している。このシステムは、日本で普及

が始まったシステムと比較して熱効率の良いことは知ら

れているが、厳しい地下水揚水規制などにより一般的な

技術にまで至っていないのが現状である。本研究では、

山形盆地を対象として適地指標の検討および各指標によ

る適地評価を試みた。今後は、現地実証試験データを取

り込んで、現在得られている適地指標の高度化を行う予

定である。 
 地熱資源のポテンシャル評価においては、平成24年度

まで実施していた八丈島と南伊豆の2つのモデル地域を

対象とした温泉共生型地熱貯留層管理システム実証試験

のフォローアップを行った。地熱系モデル開発及びシス

テム統合化では、平成24年度までに設計した統合化シス

テムについて他の地域の事例を検討し、改良を行った。

また、モニタリング技術開発では、平成24年度に投入し

たトレーサーの継続サンプリングを行い、長期的な温泉

流動解析を行った。 

  

温泉発電システムの開発と実証では、現地実証試験にと

もなったモニタリングおよびメカニズムの解析などを行

った。モニタリングについては、温泉発電を実施する温

泉井戸ならびに周辺1km の源泉について毎月温泉水を

採取し、昨年度に引き続き水質等が安定していることを

確認した。また、メカニズムの解析では、温泉のガス分

析を行い、メタンガスが主成分となる温泉貯留構造を推

定した。 

 なお、平成25年10月に、再生可能エネルギー研究セン

ターが設立されたことにより、地熱・地中熱の研究につ

いては、今後は同研究センターを中心として実施される

ことになった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］地下水資源、地下水環境、地熱資源、 

地中熱 
 

［テーマ題目６］地圏の資源環境に関する知的基盤の構

築 

［研究代表者］佐脇 貴幸 

［研究担当者］光畑 裕司、棚橋 学、丸井 敦尚、 

張 銘、坂田 将、佐脇 貴幸、 

鈴木 祐一郎、高木 哲一、 

高倉 伸一、西 祐司ほか 

（常勤職員42名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 地圏における地下水・熱環境や物質の循環および集積

メカニズムの解明を通じて、土壌汚染、地熱資源、鉱物

資源、燃料資源等に関する情報を整備し、データベース

構築、地圏資源環境に係る各種地球科学図を作成する。
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また、地圏の諸現象解明に必要な新たな各種基盤的地質

調査技術の開発を行う。平成25年度は、以下の研究を行

った。 

 表層土壌評価基本図に関しては、昨年度から着手した

各種地盤の文献情報収集および土壌試料のサンプリング

を踏まえ、土壌中に含有する鉛やカドミウムなどの重金

属類の含有量と溶出量の化学分析を行った。また、地域

の生活パターンを考慮した曝露・リスク解析により、県

内表層土壌評価基本図の整備を完了させ、表層土壌評価

基本図「茨城県地域」として出版するための準備を整え

た。 

 地下水環境に関しては、平成23年3月の東日本大震災

以降、エンドユーザーが求める情報が、より多角化し高

精度になってきていることをふまえ、水の資源・環境・

地中熱を含めた熱利用等に対するデータの拡充を測るこ

と、さらに過去の列島の水文データをとりまとめた形で

今後の出版に向けた知的基盤整備を進めた。従来まで出

版してきた水文環境図の内容をさらに充実させ、新基準

（地質調査研究報告にて公表）に基づく作図を実施し、

水文環境図第7号「熊本地域」を出版した。これに引き

続く第8号「石狩平野」の調査出版作業を継続した。 

 鉱物資源関係では、2012年度までに出版した東アジア

鉱物資源図、中央アジア鉱物資源図等をさらに発展させ、

500万分の1アジア地質図を基図とした、500万分の1アジ

ア鉱物資源図のための鉱物資源データのコンパイルを継

続中である。 

 燃料資源関係では、関東平野の水溶性天然ガスの分布

に関する研究成果について、燃料資源地質図として取り

まとめるため、温泉泉質とメタンガスの有無の関係につ

いての地球化学的特徴を明らかにした。地下圏における

生物的メタン酸化プロセスの解明を目的として、沖積層

コア試料（東京都）中の微生物のメタン生成・酸化活性

の測定、遺伝子解析、ガス・水分析を進めた。その結果、

天水の混合によって間隙水が淡水化した後でメタン生成

が起こり堆積層に蓄積したこと、そのメタンが嫌気的メ

タン酸化古細菌の活動によって酸化されたこと、またそ

の酸化プロセスは天水由来の硫酸イオンで規制されてい

ることが推定された。筑豊炭田図は既存資料をまとめ、

引き続き編集を進めた。既存燃料資源関係の資料につい

ては、層序試錐資料や原料炭調査資料、埋蔵炭田資料な

どの電子ファイル化を推進した。層序試錐資料について

は今後整理し、公開についても検討している。 

 地熱資源関係では、「全国地熱ポテンシャルマップ」

（2009）において示された地熱発電可能性と実際の資源

の賦存状況に目立った差があるという問題について、従

来とは別の資料により貯留層基盤深度データを見直す等

の改善を行い、受託研究課題「地熱発電に係る導入ポテ

ンシャル精密調査・分析等」での作業に反映させた。 

 物理探査技術に関して、福島第一原発事故に起因した

土壌・地下水の放射能汚染調査における地盤内の計測ツ

ールとして、汚染された土壌や地下水をサンプリングせ

ず、深度毎の放射性セシウムのガンマ線計測が可能な原

位置システムを開発し、放射能汚染地における現地実験

を行い、その有効性の確認を行った。また、土壌汚染評

価等で実施する土壌コアの X 線 CT 計測について、X
線画像の偽造を抑制可能な造影剤の発見や、重元素の同

定や濃度を一定の誤差範囲で推定可能な手法を開発し、

X 線 CT 計測の高精度化を図った。 

 流体の地下圧入に伴う誘発地震は、地下の流体挙動等

に関する有用な情報を得られると共に、地下利用の社会

的受容性に関わる重要な課題でもあるため、発生条件と

回避可能性の究明のための研究を進めている。本年度は、

室内実験と過去の実例や天然地震のデータの収集と解析

を継続しつつ、フレームワークとなるソフトウェアを用

いて中国内陸 四川盆地の天然ガス田における廃水処分

を目的とした枯渇ガス田への注水による誘発地震の最近

の例を詳細に解析した。 

  

岩盤の掘削技術は、地圏開発・利用分野において根幹と

なる重要な基盤技術と位置付けられる。本年度は、実用

化されつつある PDC パーカッションビットの掘削性能

を評価することを目的に、現在普及している WC-Co パ

ーカッションビットとともに掘削試験を行った。その結

果、PDC パーカッションビットは極めて優れた耐久性

を有することが確認できた。また、PDC ビットの先端

に取り付けられている PDC カッターの岩石切削特性を

室内実験により評価する手法を確立し、新たな形状・構

造の PDC カッターの切削特性を評価した。そして、当

該 PDC カッターを取り付けた PDC ビットを作製し、

ロータリ掘削性能を実験的に評価した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］地質調査、知的基盤、地球科学図、土壌

環境評価基本図、水文環境図､鉱物資源

図､水溶性天然ガス、沖積層、生物的メ

タン酸化、炭田図、地熱資源評価、ポテ

ンシャルマップ、ガンマ線計測、X 線

CT 計測、群発地震解析、掘削技術 

 

④【地質情報研究部門】 
（Institute of Geology and Geoinformation） 

（存続期間：2004.5.1～） 

研究部門長：牧野 雅彦 

副研究部門長：宮崎 一博、池原 研、田中 裕一郎 

首席研究員：齋藤 文紀 

総括研究主幹：山元 孝広、竹野 直人 

研 究 主 幹：星住 英夫、村田 泰章 

部 門 付：木村 克己、三田 直樹 

 

所在地：つくば中央第7、中国センター 

人 員：108名（108名） 
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経 費：789,757千円（570,839千円） 

 

概 要： 

1.1 研究目的 

 日本は、四方を海に囲まれ、大地震や火山噴火が

頻発する数少ない先進国である。私たちが暮らし、

産業活動を行っている地球の環境を守り、地質災害

による被害を少なくするためには、まず、足もとの

大地の様子と成り立ちをよく知るための地球システ

ムの深い理解が必要である。どこまで地球のことを

理解することができたかによって、将来起きること

の予測の精度が決まり、これに応じた対策をとるこ

とができる。 

 地質情報研究部門は、国の「地質の調査」を所掌

する産総研地質分野のユニットとして、長期的視点

にたって陸と海の研究を一元的に実施し、関連する

ユニットとともに、国の知的基盤として信頼性の高

い地質情報を整備し社会に発信する。知的基盤整

備・発信及びその基礎となる研究については、部門

全体で取り組む。同時に、人類と地球が共生し、安

心・安全で質の高い生活と持続可能な社会の実現に

向けて、重点的かつ戦略的に研究に取り組む。 

 

1.2 中期目標・計画達成のための方針 

 産総研地質分野では第3期中期計画の戦略目標お

よび課題を策定し、平成25年度はその中期計画期間

の4年度である。地質情報研究部門は地質分野の中

核ユニットとして、その戦略目標および課題に対応

して、国土の地質情報を取得・整備するとともに、

理論モデル構築による的確な将来予測の実現と社会

の要請に応えることを目指して研究課題に取り組む。 

 研究実施にあたっては、研究グループを基盤とす

る研究と、これらを横断する重点プロジェクトによ

るマトリックス方式を採用する。これらの研究を進

める中で、陸域と海域の研究の融合を進め、バック

グラウンドの異なる研究者間の交流、シーズ研究の

創出や次世代の人材育成を進める。 

 研究グループは専門家集団としての特徴を生かし、

研究ポテンシャルの向上を目指すとともに、重点プ

ロジェクト研究の基礎を支える研究、あるいは将来

のプロジェクト創出の基となる研究を実施する。一

方、重点プロジェクト課題を設定し、グループを横

断した協力連携でもって研究を推進する。 

 

1.3 グループ体制と重点課題 

 当部門の組織体制は19研究グループ、1連携研究

体から構成される。当部門では研究グループを横断

する以下の9プロジェクト（P）を設定し、連携・

協力して研究を進める。 

・陸域地質図 P：国土基本情報としての陸域の島弧

地質と知的基盤整備。 

・海域地質図 P：国土基本情報としての海域の島弧

地質と知的基盤整備。 

・海底鉱物資源 P：海底熱水鉱床ポテンシャル評  

価。 

・大陸棚調査 P：大陸棚画定の科学的根拠提示のた

めの地質調査研究。 

・ジオグリッド P：衛星画像情報の整備と地質情報

の統合のための研究。情報・エレクトロニクス分

野および環境・エネルギー分野との融合課題。 

・火山噴火推移予測 P：伊豆大島火山の噴火シナリ

オと防災に関する研究。 

・沿岸域の地質・活断層調査 P：陸域－沿岸域－海

域をつなぐシームレス地質情報の整備と活断層の

評価。地質調査総合センターのユニットが連携協

力して平成20年度から取り組む政策課題。 

・深部地質 P：放射性廃棄物地層処分の安全規制支

援。 

・鉱物資源 P：陸域の鉱物資源ポテンシャル評価。 

 

1.4 内外との連携 

 社会の要請に積極的に応えるために、地質情報の

信頼性の確保と利便性の向上を図り、国・自治体・

産業界との連携を強化して、科学的根拠に基づいて

提言などを行う。 

 他の関連ユニットとの連携を強め、産総研におけ

る地質調査総合センター（GSJ）としての機能を十

分に果たす中核を担うとともに、産総研内外の連携

を推進する。総合科学技術会議などの日本の科学技

術政策の中で、産総研地質調査総合センターの果た

すべき役割について検討し、必要な働きかけを行う。 

 研究によって形作られる地質情報はもちろんのこ

と、地球を理解する科学技術は、地質学的にも関連

の深いアジアをはじめとする世界にとって共通の財

産であり、地質情報研究部門は CCOP（東・東南

アジア地球科学計画調整委員会）等の国際組織や

IODP（統合国際深海掘削計画）、ICDP（国際陸上

科学掘削計画）などの国際プロジェクトを通じて世

界に貢献する。また、地震・火山噴火・地すべりな

どの緊急課題についても、地質調査総合センターと

して迅速に取り組む。 

 

発 表：誌上発表236件、口頭発表457件、その他212件 

--------------------------------------------------------------------------- 
平野地質研究グループ 

（Quaternary Basin Research Group） 
研究グループ長：水野 清秀 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 堆積平野とその周辺の丘陵地を主な研究対象とし、
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それらの実体把握と形成プロセスの総合的な理解に努

め、地質災害の軽減・産業立地・環境保全等に貢献す

る地質情報を提供する。この目的のため、特に沿岸

域・都市地質プロジェクトの中核となって活動すると

ともに、陸域地質図プロジェクト等にも積極的に参加

し、また関連する内外の諸研究グループや機関とも連

携して研究を進める。関東平野、駿河湾沿岸域、北海

道南西部などの沿岸平野及び近江盆地などの内陸盆地

を重点的に調査・研究を行っている。平野を構成する

地層の詳細な層序、地盤特性、地質構造などを把握し、

またそれらの形成プロセスを明らかにするとともに、

地質情報のマップ化・データベース化を進める。さら

に平野地質に関連した自然災害が発生した場合には、

関係諸グループと連携をとり、被害調査などを実施す

る。 

 2011年東北地方太平洋沖地震による地盤被害や液状

化現象などについても調査・研究を進めているほか、

国際共同研究についても準備を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目9、テーマ題目15 

 

層序構造地質研究グループ 

（Stratigraphy and Tectonics Research Group） 
研究グループ長：中江 訓 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本列島（活動的島弧）と周辺の東・東南アジア地

域（大陸縁辺域）の地質学的実態を把握し、その長期

的地質現象の過程を解明するために、［1］海溝－前弧

域での堆積・造構過程ならびに造山帯の造構作用の解

明、［2］火山弧周辺（前弧－火山フロント-背弧内堆

積盆）における堆積環境・火山活動の時空間変遷など

の解明、［3］第四紀島弧内堆積盆における層序区分の

高精度化ならびに堆積環境・気候変動の解明、などの

地質学的問題を主要な課題と位置づけた「層序構造地

質の研究」を、系統的かつ総合的に展開する。さらに

国土の基本地質情報整備のために部門重点課題として

実行される「陸域地質図プロジェクト」の中核研究グ

ループとして、「層序構造地質の研究」の成果と最新

の地質学的知見を融合し、我が国の知的基盤情報とし

て各種の陸域地質図整備を担当する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目16 

 

地殻岩石研究グループ 

（Orogenic Processes Research Group） 
研究グループ長：宮崎 一博 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地殻岩石の研究では、変成帯・火成岩体を研究対象

とし、その形成において本質的な沈み込み帯での変

形・変成作用、島弧地殻での変形・変成・火成作用な

どを、地層・岩体の地質調査、岩石・鉱物の化学分

析・構造解析、及び形成モデリングにより明らかにす

る。また、国土の基本地質情報整備のために部門重点

課題として実行される陸域地質図プロジェクトに、そ

の中核研究グループとして参画する。陸域地質図プロ

ジェクトにおいては、地殻岩石の研究成果及び既存の

地質体形成過程に関する知見を融合・適合することに

より高精度の地質図の作成を行う。研究成果は論文・

地質図・データベースなどを通じて公表する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目17、 

 

シームレス地質情報研究グループ 

（Integrated Geo-information Research Group） 
研究グループ長：斎藤 眞 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 陸域地質図プロジェクトの主要グループとして5万

分の1及び20万分の1地質図幅の研究を行う。また、20

万分の1日本シームレス地質図サイトの改良を行うと

ともに、次世代型20万分の1日本シームレス地質図の

編集を行う。産総研地図系データバンクのコアシステ

ムとして20万分の1日本シームレス地質図をベースと

した地球科学図の統合データベース「地質図 Navi」
の公開を行う。5万分の1縮尺のシームレス地質図等を

ベースとした新たな大縮尺地質図データベース構築の

ための基礎研究を行う。更に、地質情報を、社会に役

立つ、新たな価値を創出する情報として発信するため

の研究開発や標準の策定を行う。アジアの地質情報の

研究・整備・解析、野外調査を基礎にした地質学的・

地球物理学的研究も実施するとともに、アジア太平洋

地域大規模地震・火山噴火リスクマネジメント（G-
EVER）プロジェクトに参画する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目18 

 

情報地質研究グループ 

（Geoinfomatics Research Group） 
研究グループ長：中澤 努 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 これまで地質情報は主に現地調査の成果として蓄積

されてきた。一方、様々な潜在的な地質情報を含む衛

星情報は1970年代から膨大なアーカイブとして蓄積さ

れてきた。情報地質研究グループの研究は、このよう

な地質情報・衛星情報を高度化し統合することによっ

て、新たな地質学的視点を創出することを目的とする。

そのために、野外調査や各種室内分析、X 線 CT 等の

機器を用いて基礎的な地質情報を高精度化するととも

に、それら地質情報の処理技術の開発研究を行う。ま

た衛星情報から潜在的な地質情報を抽出し、これらを

シームレス化・デジタル化された地質情報と統合する
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ことにより、地質災害軽減等に関する研究を行う。さ

らに、それら高度化・統合化した地質情報・衛星情報

を公開する方策も検討する。 

研究テーマ：テーマ題目 10、テーマ題目 12、テーマ題

目 19、テーマ題目 50 

 

海洋地質研究グループ 

（Marine Geology Research Group） 
研究グループ長：荒井 晃作 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 海域地質図プロジェクト及び沿岸域プロジェクトの

中核を担って研究を遂行する。日本周辺海域の海洋地

質情報を整備公開するとともに、それらデータを基に

日本周辺海域の地質構造発達史、活断層評価、古環境

変動の解明、及び海底火山や熱水活動に伴う地質現象

の解明を行うことを目的とする。白嶺等を用いた音波

探査、採取堆積物及び岩石を基本データとし、それら

の解析によって海洋地質図（海底地質図及び表層堆積

図）を出版する。取得データを整理して、インターネ

ットでのデータ公開も進める。これらの既存データに

加え、他機関データや調査船等を活用し、活動的構造

運動や古環境変動等の海域における地質現象の解明を

目指す。さらに、地質情報に乏しい沿岸海域について

も、小型船舶を用いて音波探査と堆積物採取を行い、

沖合と陸上の地質情報を統合的に解釈、公開を進める。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目6、テーマ題目20、 

テーマ題目51 

 

地球変動史研究グループ 

（Paleogeodynamics Research Group） 
研究グループ長：田中 裕一郎 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地磁気層序、岩石磁気層序及び微化石層序学的研究

を統合した高分解能年代スケールを基盤とし、海陸の

地質及び地球物理学的情報を融合して、地質学的時間

スケールの地球システム変動及びテクトニクスを解明

することを目的とする。また、海陸の地質並びに地球

物理情報を総合的に解析、モデル化することにより、

プレート運動と日本列島及びその周辺海域のテクトニ

クスの関係を解明する。さらに、海底及び沿岸域にお

ける高分解能表層物理探査に関する研究や技術開発を

行う。これにより、陸域・海域の地質調査及び地球科

学基本図の高精度化などの当部門のミッション達成に

貢献する。これらの研究ポテンシャルを生かし、陸域

地質図及び海洋地質図・地球物理図作成、海底鉱物資

源ポテンシャル評価・資源情報整備に関して分担する。 

研究テーマ：テーマ題目 1、テーマ題目 2、テーマ題目

21 

資源テクトニクス研究グループ 

（Tectonics and Resources Research Group） 
研究グループ長：下田 玄 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本周辺海域における海底鉱物資源の広域ポテンシャ

ル評価に資する研究を行った。その為に海底堆積物、岩

石等の地球化学的・岩石学的研究を行った。地球化学的

な研究は、海底鉱床の生成に重要な元素の移動や濃集過

程の解明に応用することができる。すなわち、同位体比

や化学組成が変化する過程を科学的に解明することで、

鉱床形成につながる元素濃集過程の指標を科学的に見い

だす為の研究を行った。岩石学的研究は、日本周辺海域

の構造発達史を明らかにする為に用いた。日本周辺の広

大な海域について海底鉱物資源のポテンシャル評価を行

う為には、海底熱水鉱床が形成されるテクトニックセッ

ティング、すなわち、前弧海底拡大、超低速拡大軸、背

弧・島弧内リフト盆地の形成過程の解明が不可欠である。

これらの形成過程を科学的に解明することで海底鉱物資

源の広域的なポテンシャル評価に資する研究を行った。

海底鉱物資源開発に関して大陸棚確定は大きな意味をも

つ。そこで、大陸棚画定のための資試料のうち産総研が

保有、管理する科学的データ／試料の有効利用のための

環境を整備した。また、大陸棚審査に対する対応を行っ

た。 

研究テーマ：テーマ題目 3、テーマ題目 22、テーマ題目

49 

 

海洋環境地質研究グループ 

（Marine Geo-Environment Research Group） 
研究グループ長：鈴木 淳 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球環境保全や地質災害などに関する科学的根拠の

提示のため、都市沿岸域の環境、およびそれに大きな

影響を及ぼす地球環境について、その環境変動幅と変

動要因を明らかにする。これら目標実現に向けて、安

定同位体比分析を始め各種地球化学的分析法および光

ルミネッセンス（OSL）年代測定法等の高度化につ

いて重点的に取り組むと共に、堆積学、古生物学、海

岸工学など多様な手法の連携により、研究課題に対し

て総合的なアプローチを取る。部門の重点プロジェク

ト研究に位置づけられている「海域地質図プロジェク

ト」(沖縄海域プロジェクト)に積極的に参画して研究

展開を図る。瀬戸内海域については、沿岸海洋研究グ

ループおよび瀬戸内海沿岸環境技術連携研究体との交

流を強化し、将来の新たなプロジェクト創出のシーズ

探索を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目23 
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沿岸海洋研究グループ 

（Coastal Environment and Monitoring Research 
  Group） 
研究グループ長：高橋 暁 

（中国センタ－） 

概 要： 

 疲弊した沿岸生態系を再生し、持続的な利活用が可

能な活動空間を取り戻すため、沿岸海域の環境モニタ

リング技術の高度化、沿岸域の水質改善や沿岸生態系

の回復を目指す技術の開発と実用化支援および数値モ

デル解析を行う。また、沿岸域環境データの収集・解

析およびデータベース化を行いインターネット等で広

く社会に提供する。 

研究テーマ：テーマ題目24 

 

地球化学研究グループ 

（Geochemistry Group） 
研究グループ長：岡井 貴司 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地殻における元素の地球化学的挙動の解明を中心と

した地球化学情報の集積・活用と高度な分析技術の開

発を目的とし、元素の地球化学的挙動解明の基礎とな

る地球化学図の作成、あらゆる地質試料の分析の基礎

となる地球化学標準物質の作製、地質関連試料の高度

な分析技術の開発と維持・普及を行う。地球化学図の

研究では、大都市市街地における元素のバックグラウ

ンドを明らかにするために、従来の10倍の精度を持つ

精密地球化学図を作成するとともに、既に公開してい

る地球化学図データベースの充実を図る。標準物質の

研究では、岩石標準試料の国内唯一の発行機関として、

ISO に対応した各種地質試料の認証標準物質の作製を

行うとともに、岩石標準試料の各種情報をデータベー

スとして公開する。また、地球化学の基礎技術として、

様々な地質試料中の元素の高度な分析技術の開発と、

それらを用いた元素の挙動解明の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目25、テーマ題目36、テーマ題目

45 

 

地球物理研究グループ 

（Geophysics Group） 
研究グループ長：伊藤 忍 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球物理データを取得する調査手法ならびに解析技

術の開発・高度化を行い、地下地質構造に関する実態

解明を目的とする。地球物理図の作成及び重力データ

ベースの拡充を行い、国土の知的基盤地質情報整備と

利活用に貢献する。また、平野部や沿岸域において地

震探査や重力探査、磁気探査など物理探査を実施し地

層や断層に関する詳細な地下構造を求める。これらの

研究成果は論文・地球科学図・データベースや産総研

一般公開・地質情報展などを通じて社会に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目7、テーマ題目8、テーマ題目26、

テーマ題目34、テーマ題目46 

 

地質地殻活動研究グループ 

(Dynamic Earth Research Group) 
研究グループ長：名和 一成 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 本グループは、地球物理情報を効率的に活用し国土

とその周辺地域の成り立ちを理解することを目的とし

て、地球物理情報と地質情報を総合した地質地殻活動

に関する研究を実施するため、24年度に新設された。

地球物理研究グループとも協力して、地球物理学的な

調査手法、解析技術、シミュレーション技術の開発・

高度化を行うとともに、重力図の作成及び重力データ

ベースの拡充を行う。地球物理情報と他の地質情報を

統合・連携した研究を推進することで、国土の知的基

盤地質情報の利活用に貢献する。これらの研究成果は

論文・地球科学図・データベースや産総研一般公開・

地質情報展などを通じて社会に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目8、テーマ題目27、テーマ題目

34 

 

火山活動研究グループ 

（Volcanic Activity Research Group）  
研究グループ長：石塚 吉浩 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 中期的な火山噴火予測のため、活動的火山の噴火履

歴・成長史を解明し、将来の活動様式・時期を予測す

るとともに、火山地質図を作成する。また、長期的な

火山活動場変遷の規則性を明らかにするために、日本

の第四紀火山活動の時間空間分布を明らかにする研究

を実施する。これらに加え、年代測定法や化学分析法

などの技術開発および高度化を行うとともに実測定を

実施し、物質科学的な見地から火山の総合理解を深め

る。火山噴火あるいは火山活動時においては、社会的

要請に応えるための組織的かつ機動的な緊急調査を実

施する。また、陸域地質図プロジェクトのコアグルー

プの一つとして、新生代火山岩地域における高精度の

地質図作成を行う。これらの研究成果は、論文・地質

図・データベースなどを通じて社会に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目5、テーマ題目28、

テーマ題目35 

 

マグマ活動研究グループ 

（Magmatic Activity Research Group） 
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研究グループ長：篠原 宏志 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 短期的火山噴火予知・活動推移予測の基礎となる、

噴火機構・マグマ供給系の物理化学モデルの構築を目

指し、マグマ系における化学反応・力学過程などの素

過程の実験・理論的研究と活動的火山の観測・調査に

基づくマグマ活動の把握及びモデル構築を行う。具体

的には、火山ガス放出量・組成観測、放熱量観測、地

殻変動観測など活火山の観測研究と、メルト包有物や

斑晶組織・組成の解析によるマグマの性質と進化の研

究、地質調査に基づく岩脈貫入や噴火時系列の解析、

高温高圧実験やアナログ物質を用いた模擬実験などに

よる素過程の解析などを実施する。研究成果は火山噴

火予知連にも報告され、火山活動の評価などの基礎資

料としても用いられる。 

研究テーマ：テーマ題目5、テーマ題目29、テーマ題目

47 

 

マグマ熱水鉱床研究グループ 

（Magma-Hydrothermal Deposits Research Group） 
研究グループ長：池原 研 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 マグマ熱水鉱床を含む系における元素の移動、分配、

沈澱により鉱物の同位体・化学組成が変化する素過程

を、同位体比測定や流体包有物の解析等に基づき明ら

かにし、熱水の進化や鉱床成因を解明することを目指

す。岩石・鉱物の同位体・化学組成は微小領域では不

均質なため、二次イオン質量分析装置（SIMS）等を

用いて微小領域同位体・化学分析を行うことにより、

現象の本質を解明して鉱物資源の探査法の開発やポテ

ンシャリティ評価を行う。一方、鉱床の起源となるマ

グマの性質を解明するため、火山岩等に含まれるメル

ト包有物の SIMS 分析を実施し、マグマの進化・脱

ガス機構やマグマ供給系の深さを明らかにする。また、

同位体分析法等の開発に関する研究を行う。陸域の鉱

物資源のポテンシャル評価では微小領域分析や同位体

分析等に基づき鉱物資源の成因解明や探査法の開発に

関する研究を行う。また、鉄マンガンクラストの成因

解明など、海底鉱物資源に関する調査研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目14、テーマ題目30 

 

長期変動研究グループ 

（Geodynamics Research Group） 
研究グループ長：塚本 斉 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本列島における、長期的な地殻変動（隆起・沈

降・侵食・堆積・地震・断層・火山・火成活動など）

の基礎的理解を深めることを目的として、隆起・侵食

速度やメカニズムに関する研究、地質・地形学的手法

による第四紀地殻変動の研究、断層解析による地殻応

力場変遷史の研究、第四紀火山の地質・岩石学・鉱物

学的研究を行う。これらの調査結果による知見や各種

の調査手法開発による研究結果は、地質調査情報セン

ターにおいて、深部地質環境研究コアのミッションと

して実施される地質環境の長期変動予測や安定性評価

手法の開発に応用される。さらに、原子力規制委員会

による放射性廃棄物地層処分の安全審査時のバックデ

ータとして活用され、国による安全規制を科学的にサ

ポートする。この他、福島第一原子力発電所における

汚染水対策に関連した研究を行い、国が行う施策を科

学的にサポートする。 

研究テーマ：テーマ題目 13、テーマ題目 31 

 

深部流体研究グループ 

（Crustal Fluid Research Group） 
研究グループ長：風早 康平 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本列島各地における浅層－深層地下水、温泉、ガ

ス等を調査し、その起源、成因や流動状態を解明する

ための手法を開発することにより、深層に存在する地

下水系や深部流体の流動や循環を明らかにすることを

目的とする研究を行う。具体的研究手法は、地下水・

ガスの各種化学・同位体組成からわかる地下水やガス

の物質収支および形成機構の解明、希ガス・放射性塩

素同位体組成等を用いた超長期地下水年代測定、地質

や地質構造と深層地下水流動の関係を明らかにする

GIS ベースの DB 開発などである。これらの調査結

果による知見や各種地下水調査手法開発による研究結

果は、地質調査情報センターにおいて、深部地質環境

研究コアのミッションとして実施される深層地下水系

の長期変動予測や安定性評価手法の開発に応用される。

さらに、原子力規制委員会による放射性廃棄物地層処

分の安全規制のためのガイドライン作成等に活用され、

国による安全審査を科学的にサポートする。 

研究テーマ：テーマ題目 32 

 

地下環境機能研究グループ 

（Geological Isolation Research Group） 

研究グループ長：伊藤 一誠 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全規制を支援

する研究として、地層処分の立地及び安全審査段階に

おけるセーフティケースの妥当性の判断に求められる

地質学的知見を整備し、技術情報として提供し、社会

の安全に役立てる。このために、地下実験施設などを
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利用した観測および地下水・岩石試料の採取とその同

位体や化学組成などの各種分析を実施し、それを基に

モデル化と数値シミュレーションによる地下環境の変

遷についての予測と評価を行う。これらの一連の解析

を通じて、立地選定段階で必要とされる地下環境のベ

ースラインデータについての調査方法を水理、熱、力

学、化学（生物を含む）の各プロセスに応じて取得す

る手法としてまとめるとともに、今後必要とされる安

全評価などの安全性の確認をこれによって検討する上

での基礎的知見とする。 

研究テーマ：テーマ題目33 

 

瀬戸内海沿岸環境技術連携研究体 

（Collaborative Research Team for Eco-technology of 
  Seto Inland Sea） 
連携研究体長：高橋 暁 

（中国センタ－） 

概 要： 

 瀬戸内海沿岸環境技術連携研究体として、地域行政

機関、大学や企業等との連携により流況制御技術や鉄

鋼スラグを利用した沿岸海域の環境保全、修復技術の

開発およびその技術支援を目指す。また、公開可能な

調査･観測データや水理模型実験データをデータベー

ス化し、インターネット等を通して、広く社会に提供

する。 

研究テーマ：テーマ題目54 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］陸域地質図の研究（運営費交付金：重

点プロジェクト） 

［研究代表者］中江 訓（層序構造地質研究グループ） 

［研究担当者］中江 訓、原 英俊、野田 篤、 

中島 礼、辻野 匠、工藤 崇、 

内野 隆之、宮崎 一博、松浦 浩久、

高橋 浩、竹内 圭史、山崎 徹、 

佐藤 大介、遠藤 俊祐、斎藤 眞、 

西岡 芳晴、石塚 吉浩、星住 英夫、

松本 哲一、古川 竜太、石塚 治、 

及川 輝樹、水野 清秀、宮地 良典、

小松原 琢、田邉 晋、小松原 純子、

納谷 友規、柳沢 幸夫、高橋 雅紀、

七山 太、中澤 努、尾崎 正紀、 

安原 正也、山元 孝広、駒澤 正夫、

久保 和也、高木 哲一（地圏資源環境

研究部門）、実松 健造（地圏資源環境

研究部門）、宮下 由香里（活断層・地

震研究センター）、利光 誠一（地質標

本館）、渡辺 真人(地質標本館)、 

角井 朝昭（地質標本館）、長森 英明

（地質標本館）、中野 俊（地質調査情

報センター）、吉川 敏之（地質調査情

報センター）、安藤 寿男（茨城大学）、

長谷川 健（茨城大学）、海野 進（金

沢大学）、竹内 誠（名古屋大学）、 

鹿野 和彦（鹿児島大学）、植木 岳雪

（千葉科学大学）、近藤 玲介（明治大

学）、青矢 睦月（徳島大学）、脇田 浩

二（山口大学）、中里 裕臣（農研機構）、

廣瀬 亘（北海道立総合研究機構）、 

川上 源太郎（北海道立総合研究機構）、

目代 邦康（自然保護助成基金） 

（常勤職員44名（うち他研究ユニット9

名）、他13名） 

［研 究 内 容］ 

「陸域地質図の研究」の実施にあたっては、本部門・

他研究ユニット及び外部研究機関の研究者との協力体制

のもと、「層序構造地質」・「地殻岩石」・「シームレ

ス地質情報」・「火山活動」の4つの研究グループが中

心となって推進している。 

 20万分の1地質図幅については、横須賀・松山・高知

・大分の4地域の地質調査を進捗させた。 

 5万分の1地質図幅に関しては、羅臼・網走・十和田湖

・一戸・明智・鳥羽・播州赤穂など16地域の地質調査を

進捗させるとともに、南部・鴻巣・北川の3地域（3区画）

の地質図及び報告書を完成させた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地質図幅、20万分の1地質図、5万分の1

地質図 

 

［テーマ題目２］海域地質図プロジェクト（運営費交付

金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、荒井 晃作、片山 肇、 

井上 卓彦、板木 拓也、佐藤 智之、

天野 敦子、小田 啓邦、佐藤 太一、

鈴木 淳、長尾 正之、田中 裕一郎、

野田 篤、辻野 匠、石塚 治、 

岡村 行信（活断層・地震研究センタ

ー）、兼子 尚知（地質標本館）、 

西田 尚央、多惠 朝子 

（常勤職員17名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 日本周辺海域の地球科学的調査・研究を通じて、地殻

を中心とした海洋地球に関する基盤的情報を系統的に整

備し、広く社会へ提供する。特に、海洋地質図の整備、

海洋地質データベースの構築とインターネット公開、こ

れらを支え発展・高度化させる基礎的基盤的研究に関し

て世界をリードする研究に取り組む。なお、海洋地球に

関する基盤的情報及び科学的知見は、国や社会の持続的

発展を支える基本的公共財として、産業立地を含む各種

海洋開発・災害軽減・環境管理などに対する基礎的資料



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(407) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

となる。 

 本年度は、鹿児島県徳之島周辺海域の調査航海を実施

するとともに、これまでの調査航海の結果に基づき、海

洋地質図の整備を進めた。その結果、約1677海里の航走

観測、5地点での底質試料採取と5回の有索式無人探査装

置による海底観察と岩石採取を行い、その概要は速報に

とりまとめた。徳之島西方海域では新たな海底火山活動

域を発見し、活動的な熱水噴出を確認した。この発見に

ついては、プレス発表を行った。また、日高舟状海盆表

層堆積図と奥尻海盆表層堆積図を CD 出版した。 

 データベースに関しては、海域地質構造断面（音波探

査記録）、表層地層探査記録、海底表層堆積物のデータ

を拡充した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底地質図、表層堆積図、重力・地磁気

異常図、データベース、日本周辺海域、

南西諸島海域、白嶺 

 

［テーマ題目３］海底鉱物資源（運営費交付金：重点プ

ロジェクト） 

［研究代表者］下田 玄 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］下田 玄、針金 由美子、山岡 香子 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 熱水鉱床形成が起きている可能性の高い地域、及び過

去に生成された鉱床が存在している可能性のある地域を

抽出するため、日本周辺海域に分布する島弧—前弧—背弧

域における海洋リソスフェアの形成過程を明らかにした。

具体的にはフィリピン海プレートを構成する前弧・背

弧・島弧域から得られた基盤岩や変成岩について化学分

析を基礎とした研究を行った。また、海洋研究開発機構

の海洋調査船「よこすか」を用いた YK13-08調査航海

（パラオ海盆）の研究航海に参加し試料採取を行い、解

析を行った。陸上のオフィオライト調査（ギリシャ）に

ついても研究を進めており、本年度に採取した岩石試料

を中心に化学分析や鉱物学的岩石学的研究の為の試料調

整を進めた。さらにフィリピン海プレートを構成してい

る前弧域にあたる伊豆－小笠原海溝で採取された岩石試

料を用いた島弧形成初期の上部マントル構造について研

究を行った。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］海底鉱物資源、テクトニクス、沖縄トラ

フ、フィリピン海プレート、地球化学、

岩石学 

 

［テーマ題目４］大陸棚調査（運営費交付金：重点プロ

ジェクト） 

［研究代表者］岸本 清行 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］岸本 清行、西村 昭、湯浅 真人、 

小田 啓邦、石塚 治、下田 玄、 

棚橋 学（地圏資源研究部門）、 

田中 弓（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは部門の重点プロジェクトのひとつであるが、

部門を横断する大陸棚チーム員および招聘研究員、研究

顧問等の協力のもとに取り組んだ。現在「大陸棚調査」

では、二つの課題がある。ひとつは2012年4月26日にわ

が国が受領した「延長大陸棚勧告」の技術的検討に関す

る「審査対応部会」を通じたフォローアップ作業であり、

他のひとつは、大陸棚申請作成のために用いた資試料の

うち産総研が保有するものを研究利用も含め維持管理す

ることである。 

1) 2012年に受領したわが国の「延長大陸棚勧告」には

一部の審査未了海域が含まれており、早期の審査実施

（再開）を国連大陸棚限界委員会に国として働きかけ

ているところである。産総研としての役割は「勧告」

内容の精査と分析を行い、今後の大陸棚画定の国内作

業や国連大陸棚限界委員会とのさらなる対応における

地球科学的・技術的な検討を「審査対応部会」を通し

て行うことである。また、内外の国際法の専門家によ

る討論やシンポジウムなどを通じて行われた「大陸棚

画定」に関する国連海洋法条約の啓発活動にも参加情

報収集するとともに、海洋法の大陸棚の基底の持つ問

題点の検討結果を口頭発表した。 

2) 前述のように「審査対応部会」機能の一部は、将来

の審査再開のためにも当面維持することが求められて

いる。このことに連動して、大陸棚調査で得られた岩

石試料等の適切な保管と利活用が産総研の責務となっ

ている。コンパイルされたこれらの解析資料やコア試

料は、今後日本の周辺海域で必要となる詳細な地球科

学的調査の基礎となる資試料であり、関連する地形・

地球物理データとともに試料庫やコンピュータに保管

されている。また系統的に採取されたコアリングによ

る海底岩石試料とその分析データは検索可能な新たな

データベースとして登録した。このデータベースでは、

試料庫に保管されたコア試料とも関係づけられており、

資試料の利活用のためのツールとして公開される予定

である。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］海洋地質調査、大陸棚画定、国連大陸棚

限界委員会 

 

［テーマ題目５］火山噴火推移予測の高度化（運営費交

付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］篠原 宏志（地質情報研究部門） 

［研究担当者］篠原 宏志、松島 喜雄、川辺 禎久、 

石塚 治、古川 竜太、及川 輝樹、 

下司 信夫、石塚 吉浩、高倉 伸一 
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（地圏資源環境研究部門）、風早 竜之

介、西 祐司（地圏資源環境研究部門）、 

石戸 恒雄、大石 雅之 

（常勤職員11名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 伊豆大島火山における地殻内マグマ長距離移動の検討

と側火口へのマグマ供給システムを解明する目的で、東

海大学と共同で、大島北西沿岸でサイドスキャンソナー

による海底微地形調査、遠隔操作無人探査機（ROV）

による海底観察およびドレッジによる岩石試料採取を実

施した。 今回の調査により、複数の北西—南東方向のリ

ニアメントが見いだされた。サイドスキャンソナーによ

る観測では、溶岩表面の形状等これまでの地形調査より

もさらに高分解能の地形データが得られることを確認し

た。同時に強い潮流や複雑な水温構造によるノイズの発

生等観測上の問題点も明らかになった。ROVによる観

察とドレッジによる試料採取では、前年度確認した野田

浜付近から北西に延びる顕著な断層崖が溶岩により構成

されていること等を確認し、溶岩の採取に成功した。こ

れらの調査手法が沿岸域の火山活動と構造運動の時間的

関係等を明らかにする上で強力なツールとなりうること

が確認できた。 

 伊豆大島をテストフィールドとして、地球物理学的観

測から地下構造、地下水系を把握し、噴火活動期のマグ

マ上昇、脱ガスに伴う熱水系変動についてモデリングを

行う。特に地下の熱水流動を反映する観測量である自然

電位（SP）に着目した研究を進めている。自然電位

（SP）の連続観測を継続し、バックグランドの変動を

把握するとともに、その要因を特定するために地中温度

の観測を並行した。また、連続観測の結果をweb上で一

般向けに公開した。今後の火山活動の活発化に伴うSP
の変化を予測するための3次元数値シミュレーション実

施し、代表的な条件下においる脱ガスの上昇に伴う自然

電位の発現様式をまとめた。 

 紫外線カメラを用いた火山ガス可視化装置を作成し、

桜島火山において装置の定量性実験を行い、火山ガス放

出率の高時間分解能測定法を開発した。桜島火山におい

て、差分吸収分光法（DOAS）トラバースによる火山ガ

ス放出率測定を行い、火口からの距離と噴煙拡散の対応

関係を明らかにした。 

 三宅島火山では、カルデラ形成期後の噴火活動を把握

する目的で、前々回のカルデラ形成期から2000年カルデ

ラ形成までの噴火史の再構築を行っている。9世紀以降

の噴火堆積物について層序・年代の見直しを行ったとこ

ろ、従来の不完全な歴史記録に基づく噴火史はすべて誤

りで、噴火年代や噴火頻度が大きく変更された。その結

果、三宅島火山は、最近1000年間は顕著な休止期を挟ま

す100年に1～3回の頻度で2000年まで噴火を続けていた

ことがわかった。 

 霧島山新燃岳火山および桜島火山に展開しているリア

ルタイム降灰観測網を維持し、噴火監視を継続的に行っ

た。桜島火山では爆発的噴火による降灰のリアルタイム

観測データを継続的に取得した。桜島昭和火口の火山灰

粒子構成物の解析から、火道浅部における爆発的噴火駆

動過程の解明を試みた。桜島昭和火口における個々の爆

発噴火に対応した噴出物の採取を行い、個々の噴火にお

ける噴出物構成粒子の構成比や構成粒子の岩石学的特徴

の時間変化を明らかにし、それに基づく火道浅部におけ

るマグマの上昇プロセスを明らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、マグマ、噴火予知 

 

［テーマ題目６］沿岸域の地質・活断層調査－沿岸海域

の海洋地質の研究（運営費交付金：重点

プロジェクト） 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、片山 肇、荒井 晃作、 

井上 卓彦、天野 敦子、佐藤 智之、

岡村 行信（活断層・地震研究センタ

ー）、西田 尚央、宇佐見 和子、 

多惠 朝子（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

地質情報に乏しい沿岸域の地質情報の整備と沿岸域の

よりよい調査手法の確立が本調査研究の目的である。本

年度は、静岡県駿河湾海域の反射法音波探査、海底地形

調査と表層堆積物採取を行った。その結果、有度丘陵沖、

内浦湾、富士川河口沖での海底の層序や構造を把握し、

富士川河口沖では入山瀬断層の、内浦湾では達磨山断層

群の海域延長を確認した。また、2009年駿河湾地震によ

ると考えられるタービダイトを石花海海盆で、2013年台

風18号の洪水による堆積物を富士川河口沖で採取した。

これらの結果は、報告書原稿として取りまとめた。また、

一昨年度福岡沖の調査結果を DVD 出版するとともに、

昨年度北海道勇払沖の調査結果を DVD 出版するための

作業を行った。 

［分 野 名］地質  

［キーワード］沿岸域、活断層、音波探査、堆積作用、

駿河湾、勇払沖 

 

［テーマ題目７］沿岸域の地質・活断層調査－陸海接合

の物理探査（地球物理 RG-1）（運営費

交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］伊藤 忍（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 忍、山口 和雄、山谷 祐介、 

横倉 隆伸、岡田 真介 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

沿岸付近の陸域と海域の地質情報の整備を目的として、

地震探査・重力探査の新規調査、既存データの情報収集
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と再解析を行う。平成25年度は、静岡県駿河湾沿岸域で

反射法地震探査を実施し、北海道勇払地域における地震

探査・重力探査、既存データのとりまとめを行った。 

駿河湾地域では、富士川河口断層帯の一部である入山

瀬断層と善福寺断層を横切る、海岸線に直交した富士川

河口測線1（長さ約3.5km）、およびやや内陸で入山瀬断

層を横切る富士川河口測線2（長さ約1km）で反射法地

震探査を実施した。また、三保の松原地域で砂嘴の浅部

地下構造を明らかにするために、東西および南北各約

380m の測線で反射法地震探査を実施した。富士川河口

地域の両測線では、初期的な処理・解析により、入山瀬

断層を構成していると考えられる複数の断層が見出され

た。また、三保の松原地域の測線における初期的な処

理・解析により、砂嘴の形成過程の理解に寄与すると考

えられる特徴的な構造が得られた。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］沿岸域、富士川河口断層帯、入山瀬断層、

三保の松原、砂嘴、反射法地震探査 

 

［テーマ題目８］沿岸域の地質・活断層調査－陸海接合

の物理探査（地球物理 RG-2）（運営費

交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］大熊 茂雄（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］大熊 茂雄、宮川 歩夢、山谷 祐介、

駒澤 正夫、中塚 正 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

陸域と沿岸海域とをつないだシームレス地球物理図を

作成し、活断層や地下地質を含めた統合化された地質情

報を提供することを目的として、本研究では陸海接合の

物理探査を行う。平成25年度は、静岡県駿河湾沿岸域で

浅部地下構造を広域的に把握するため2013年9月～10月

に海底重力調査を実施した。静岡市清水区由比沖から富

士市沖にかけての海域と沼津市沖の内浦湾において

500m～2km の測定間隔で海底重力計を用いた重力調査

を実施し、総測点数は50点である。既存の陸上及び船上

重力データと新規取得の海底重力データとを編集し、海

陸を接続したブーゲー異常図を作成した。この結果、由

比沖から富士川河口沖（蒲原丘陵沖）にかけて東西方向

の低重力異常帯が分布し、その東西両端部が既知の陸域

断層（入山瀬断層、入山断層）の南方延長に位置してい

ることがわかった。また、内浦湾でも局所的な低重力異

常が分布することがわかった。より詳細に見ると蒲原丘

陵沖の低重力異常帯は複数の低重力異常からなっており、

それらの境界と善福寺断層などの陸域断層の延長部が対

応する可能性があり、今後さらなる検討が必要である。 

一方、高分解能空中磁気探査は、2014年5月に蒲原丘

陵とその沖合を中心とした12km 四方の範囲で主測線間

隔250m、対地高度150m の仕様で実施された。調査の

結果、暫定的に作成した空中磁気図では、蒲原丘陵から

その沖合にかけて高磁気異常が分布しており、蒲原丘陵

に露出する岩淵安山岩類の分布に対応すると考えられる。

今後、重力異常と併せた解析・解釈により、蒲原丘陵か

らその沖合の詳細な基盤構造を明らかにできる可能性が

ある。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］重力探査、海底重力調査、空中磁気探査、

重力図、空中磁気図、地球物理図、駿河

湾 

 

［テーマ題目９］沿岸域の地質・活断層調査－陸域の地

質調査（運営費交付金：重点プロジェク

ト） 

［研究代表者］水野 清秀（平野地質研究グループ） 

［研究担当者］水野 清秀、小松原 琢、小松原 純子、

石原 武志（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 陸域と沿岸海域とをつないだシームレス地質図を作成

し、活断層や地下地質を含めた統合化された地質情報を

提供することを目的として、本研究では陸域の地質調査

を行う。平成25年度は、駿河湾北部沿岸平野域において

ボーリング調査や地下資料の収集・解析を実施するとと

もに、北海道石狩－勇払平野における第四系および活構

造についてシームレス地質情報集出版のためのとりまと

めを行った。 

駿河湾北岸地域では、平野部地下の浅層地下地質と地

質構造を明らかにするため、既存ボーリング資料の収集

と解析を行った。また、地下資料に乏しい三保の松原地

区にて深度70m のオールコアボーリング、富士川河口

地区にて深度100m のボーリング（このうち下部50m 分

のコア採取）を行った。三保地区北部では、古墳時代に

はまだ浅海域であり、その後に砂嘴が発達したことが明

らかとなった。また清水平野の地下資料解析の結果、完

新世において平野東部が相対的に隆起傾向にあることが

示唆された。富士川河口部でのボーリング調査結果から

は、入山瀬断層の通過位置をより限定することができた。 

北海道勇払平野に対しては、これまでのボーリング資

料などに基づき、約40万年前以降の地下地質層序を明ら

かにするとともに、最終間氷期における地層の深度分布

図や活構造図などを作成した。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］ボーリング調査、活構造、第四紀堆積

物、シームレス地質情報、駿河湾沿岸、

勇払平野 

 

［テーマ題目10］沿岸域の地質・活断層調査－陸域のシ

ームレス地質図調査（運営費交付金：重

点プロジェクト） 

［研究代表者］尾崎 正紀（地質情報研究グループ） 

［研究担当者］尾崎 正紀、花島 裕樹 
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（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 陸域と沿岸海域のシームレスな地質情報を整備するこ

とを目的として、その基盤地質情報の一つである陸域部

のシームレス地質図を作成し、海底地質図・重力図・空

中磁気図・構造図など多様な地質情報図との統合化を行

っている。 

 平成25年度は、石狩低地帯及び周辺地域において、最

新の地質情報と再解釈に基づき、陸域地質図の作成を行

った。更に、当該地域における第四系のボーリングデー

タ解析、反射法地震探査データ、海底地質図、重力図、

空中磁気図との統合化を行い、それらの成果を海陸シー

ムレス地質情報集「石狩低地帯南部沿岸域」（DVD）に

まとめた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］シームレス地質図、基盤地質図、福岡沿

岸域、石狩低地沿岸域 

 

［テーマ題目11］沿岸域の地質・活断層調査－地下地質

情報のデータベース整備とモデリング

（運営費交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］木村 克己（地質情報研究部門） 

［研究担当者］木村 克己、康 義英、花島 裕樹 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

北海道の石狩低地帯域の浅層地盤モデル構築には、北

海道開発局、北海道、地盤工学会、北海道立総合研究機

構地質研究所、および千歳市、恵庭市、北広島市、岩見

沢市、夕張郡長沼町、南幌町の各市町自治体の協力を得

て収集・電子化した建築・土木事業用のボーリングデー

タ1,900本を用いた。同地域の浅部地盤のモデル構築で

は、既存研究の層序的研究を基準にして、ボーリングデ

ータの地質学的解析に基づき、長沼低地・支笏火砕流台

地の地下構造を代表する11枚の地質断面図、北長沼層・

支笏火山砕屑物・沖積層の各基底面モデルを作成し、石

狩低地帯中央部の長沼低地の標高－100m 以浅の浅部地

下地質構造の詳細を明らかにした。本年度は石狩低地帯

の研究最終年度にあたり、上記の内容を研究報告書とし

て執筆し、海陸シームレス地質情報集「石狩低地帯南部

沿岸域」に投稿・受理されている。  

［分 野 名］地質 

［キーワード］石狩低地帯、長沼低地、浅部地下構造、

ボーリングデータ、活断層 

 

［テーマ題目12］沿岸域の地質・活断層調査－海陸空間

情報の整備（運営費交付金：重点プロジ

ェクト） 

［研究代表者］川畑 大作（地質情報研究グループ） 

［研究担当者］川畑 大作、尾崎 正紀、田中 裕一郎、 

井川 敏恵、佐藤 美子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

沿岸域地質・活断層調査で得られた成果を多種多様な

目的で活用できるよう空間情報の整備や標準化、公開手

法の検討、利活用のための技術開発などを行っている。

また、研究成果物（研究報告、DVD）作成のサポート

を行っている。 

平成25年度は、既刊の海陸シームレス地質情報集「能

登地域」及び「新潟地域」の空間情報の修正、「福岡地

域」の空間情報作成、ファイル共有環境の運用を行った。

また、北海道地域の沿岸域調査成果の公開 DVD 用デー

タの作成を行った。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］空間情報、情報共有、海陸シームレス地

質情報集、研究報告 

 

［テーマ題目13］地質現象の長期変動に関する影響評価

技術の研究（運営費交付金：重点プロジ

ェクト） 

［研究代表者］山元 孝広（地質情報研究部門） 

［研究担当者］風早 康平、安原 正也、高橋 正明、

佐藤 努、森川 徳敏、高橋 浩、 

戸崎 裕貴、堀口 桂香、塚本 斉、 

宮城 磯治、大坪 誠、城谷 和代、 

西来 邦章、上澤 真平、山元 孝広 

（常勤職員12名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 断層の再活動性評価手法の検討のため、棚倉構造線お

よび中央構造線の現地調査を行い、最新活動期を推定す

るために試料採取を行った。また、東北地方太平洋沖地

震に誘発された内陸地震の発生機構の解明のため、井戸

沢断層および湯ノ岳断層の現地調査を行い、断層岩およ

び周辺母岩の試料採取を行った。 

海成段丘（青森県上北平野）を用いた隆起量評価手法

の検討のため、現地調査・堆積相解析を行い、年代測定

用試料を採取した。また、隆起・侵食量評価手法の検討

のため、河岸段丘（茨城県高萩市周辺）の現地調査を行

い、年代測定用試料を採取した。また、東京大学および

JAEA東濃地科学センターの加速器質量分析計を用いて、

宇宙線生成核種の測定を行い、削剥速度の見積もりを行

った。 

 深部流体調査を、九州北東部、四国西部、北海道南西

部、大阪平野において、孤立型深部低周波地震が発生し

ている地域を中心に行い、深部起源の塩水およびマント

ル起源ヘリウムの分布を調べた。その結果、北海道、九

州等においては、Li/Cl 比の高い深部起源の熱水成分を

含む地下水が新たにみつかり、地表に第四紀火山がない

場所でも、深部低周波地震と深部起源熱水が存在してい

ることが明らかになった。特に九州においては沿岸部海

溝側では停滞的塩水が存在し、内陸において深部流体起
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源の塩水が存在する明瞭な傾向が認められた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］長期変動、断層、隆起、侵食、深部流体 

 

［テーマ題目14］陸域の鉱物資源のポテンシャル評価に

関する研究（運営費交付金：重点プロジ

ェクト） 

［研究代表者］池原 研 

（マグマ熱水鉱床研究グループ） 

［研究担当者］池原 研、濱崎 聡志、清水 徹、 

後藤 孝介、森下 祐一、清水 日奈子 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 白金族の埋蔵量が世界の95%を占める南アフリカ共和

国においてブッシュフェルト（Bushveld）複合岩体は

最も重要である。その東部地区にあるツーリバーズ白金

族鉱床のボーリングコアから生成順序を追えるような連

続サンプリング試料を得て、キャラクタリゼーションの

ために主成分元素と希土類元素を含む微量元素について

分析を行った。また、白金族に関して行った調査研究を

基盤として、第8回産総研レアメタルシンポジウムにお

いて「白金族元素の資源」と題した招待講演を行った。 

 雲仙火山掘削試料の二次鉱物の解析を進め、噴火時の

火砕脈がその後の熱水活動期の選択的な通路となり、特

に酸性熱水の分布は火道域に限られることがわかった。

熱水鉱床との比較を行った結果、雲仙火山内部の熱水系

とその温度構造は、第四紀の浅熱水性金鉱床の直上レベ

ルに相当することがわかった。成果は国際学会にて公表

した。 

 インジウム、ビスマス及びアンチモンなどレアメタル

鉱物資源の成因解明を目的として、豊羽熱水鉱床の亜鉛

鉱石及び銅鉱石を用いて、多金属元素の濃集度を全岩元

素分析ならびに微小部蛍光 X 線マッピング分析によっ

て調べた。その結果、亜鉛鉱石では、インジウム含有量

が高い場合、ビスマス及びアンチモンは低い傾向にあっ

た。一方、銅鉱石では、インジウムが高い場合、ビスマ

ス及びアンチモンはいずれも高いことがわかった。 

 ミクロネシア MC10海山より採取された鉄マンガンク

ラスト試料を対象に、オスミウム同位体分析および元素

組成分析を行った。オスミウム同位体分析より、試料は

約4500万年前より形成したこと、試料の成長速度が形成

を通じて大きく変化していたことが分かった。また、得

られた年代モデルと化学組成から、2500万年前より古い

部分では顕著なリン酸塩化が起きていること、成長速度

の変化には砕屑物の供給が関係している可能性が高いこ

とが分かった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］二次イオン質量分析装置、SIMS、鉱物

資源、白金族、金、インジウム、鉄マン

ガンクラスト 

［テーマ題目15］平野地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］水野 清秀（平野地質研究グループ） 

［研究担当者］水野 清秀、小松原 琢、宮地 良典、

田邉 晋、小松原 純子、納谷 友規、

石原 武志（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、平野・盆地内あるいはその周辺の丘陵地・

台地や低地地下を構成する主に第四紀堆積物の堆積プロ

セス、層序、地質構造、あるいは地形の形成プロセス、

環境変動などを明らかにすることを目的としている。平

成25年度は、以下のような研究を行った。 

東北地方南部における中期更新世の広域火山灰分布を

明らかにするため、高原火山起源の大田原火砕流堆積物

の調査を行った。3つのサブユニットに分けられている

テフラをそれぞれ採取し、屈折率や化学組成を求めて比

較した。新潟地域で類似した特徴を持つ火山灰層との対

比を検討したが、どのサブユニットとも完全に一致する

ものは見いだせなかった。 

近江盆地内の活断層や古地震に関する資料収集と解析

を行い、とりまとめを行った。 

沖積層のモデリング技術が進んでいるオランダ地質調

査所との共同研究を進めるための調整を行い、平成26年

度にワークショップを開催することにした。一方、沿岸

域珪藻についての研究や標本が充実しているポーランド

の Szczecin 大学と研究の打ち合わせを行い、3月から在

外研究をスタートさせた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］平野地質、関東平野、近江盆地、沖積層、

テフラ、古地震、活断層、珪藻、国際共

同研究 

 

［テーマ題目16］層序構造地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］中江 訓（層序構造地質研究グループ） 

［研究担当者］中江 訓、原 英俊、野田 篤、 

中島 礼、辻野 匠、工藤 崇、 

内野 隆之（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 日本列島を構成する活動的島弧と周辺の東・東南アジ

ア諸国を含む大陸縁辺域における様々な地質現象を解明

するための地質調査・研究を実施している。今年度は野

外調査・年代測定・化学分析などの検討により、以下の

成果を得た。 
（１）タイ北部の石炭系～三畳系前弧海盆堆積物につい

て岩相及び化学組成に基づく層序区分により、後背地

の変遷を明らかにした。 

（２）岩手県北部の中部中新統の中部〜上部には、水

深・傾斜・堆積物供給(質・量)及び流速が複雑に変化

したことが記録されている。 

（３）西日本の海域更新統産ホタテガイ類化石を用いた

古環境及び年代分析を行った結果、ホタテガイ類の進



研 究 

 

(412) 

化絶滅が海面変動と関連していたことが判明した。 

（４）各地の時代未詳あるいは帰属不明の地質体につい

て、ジルコン U-Pb 年代（一部は FT 年代）を測定し

た結果、以下のような事実が判明した。 

・八甲田カルデラ周辺の時代未詳貫入岩体は上部中新統

であり、火山活動史の改訂が必要となった。 

・北上山地の根田茂帯/北部北上帯境界付近の付加体は、

それぞれペルム系と三畳系である。 

・南会津地域の構造区未詳地質体には、ペルム系とジュ

ラ系が存在する。 

・沖縄島北部先新第三系の泥質片岩と千枚岩は、異なる

地体構造区分に属することが示唆される。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］層序、構造地質、活動的島弧 

 

［テーマ題目17］地殻岩石の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］宮崎 一博（地殻岩石研究グループ） 

［研究担当者］宮崎 一博、松浦 浩久、竹内 圭史、

高橋 浩、二宮 芳樹、山崎 徹、 

佐藤 大介、遠藤 俊祐、鈴木 文枝 

（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 島弧地殻形成において重要な変形作用・変成作用・火

成作用の進行過程を明らかにするため、日本列島の主要

な変成帯・火成岩体の野外調査、岩石試料の分析・解析、

地質体及び岩石の形成モデリングを行い、以下のような

成果を得た。 

1) 三波川変成帯中に保存されているスラブ‒マントル

物質境界の調査を行い、沈み込んだ地殻物質から放出

された SiO2や不適合微量元素に富む流体がマントル

ウェッジへ移動・反応した過程を示す直接的証拠（か

んらん岩を置き換える斜方輝岩脈）を提示した。 

2) 変成帯を粘性率が異なる2相粘性流体からなると仮

定し、熱拡散と単純剪断変形を加えた場合どのような

構造ができるか調べた。ピーク温度分布で見ると、周

囲より低温もしくは高温の領域が薄く板状に繰り返す

興味深い構造が形成された。この構造は、低粘性の領

域が剪断変形により選択的に引き延ばされることによ

り生じる。 

3) 白亜紀珪長質火山岩類の活動史解明のため、近畿地

方の相生層群・有馬層群・湖東流紋岩類について調

査・研究を行った結果、ジルコン U-Pb 年代がそれぞ

れ86-82Ma、81Ma、74Ma であること、相生層群が

コールドロンを含む複数の火山岩層に識別されること

が明らかになった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地殻、岩石、島弧、沈み込み帯、変成作

用、火成作用 

 

［テーマ題目18］シームレス地質情報の研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］斎藤 眞 

（シームレス地質情報研究グループ） 

［研究担当者］斎藤 眞、巖谷 敏光、森尻 理恵、 

西岡 芳晴、宝田 晋治、内藤 一樹、

吉川 敏之、中川 充 

（常勤職員8名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 20万分の1のシームレス地質図の改訂に必要な基礎的

な野外調査を行う。20万分の1日本シームレス地質図の

システム開発を主導すると共に、次世代型20万分の1日

本シームレス地質図の編集作業を主導する。地質調査の

際にデータをデジタルデータとして直接収集するシステ

ムの開発を行う。標準化の国際動向を把握して、シーム

レス地質図や地質情報のアジア地域での共通化に関する

研究を行う。アジア太平洋地域大規模地震・火山噴火リ

スクマネジメント（G-EVER）プロジェクト活動を推進

する。 

 本年度は、20万分の1日本シームレス地質図について

は，WMTS 配信サービスとシームレス地質図 KML を

公開するとともに，標高表示機能を実装するなど使いや

すいシステムを開発した。また、20万分の1日本シーム

レス地質図を基本コンテンツにした地質図 Navi の公開

も行った。地層名検索データベースは対象データを着実

に増やすとともに、全コンテンツを gbank サーバーに

移行させた。また凡例数2500の次世代型20万分の1日本

シームレス地質図の中日本の編集を主導した。JIS の地

質用語の修正作業を行った。G-EVER では、第2回 G-
EVER 国際シンポジウムを仙台市で IUGS、日本学術

会議と合同で開催するとともに、イタリア INGV、イン

ドネシア CVGHM、 フィリピン PHIVOLCS、CCOP
との連携を強化し、アジア太平洋地域地震火山災害図プ

ロジェクトを推進した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］シームレス地質図、統合、数値地質図、

標準化、データベース、JIS、G-EVER 
日本工業標準調査会 

 

［テーマ題目19］情報地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］中澤 努（情報地質研究グループ） 

［研究担当者］中澤 努、浦井 稔、尾崎 正紀、 

中野 司、川畑 大作、山本 浩万、 

野々垣 進、小畑 建太 

（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題では、地質情報及び衛星情報の高度化・統

合化に関する研究を実施した。衛星情報の高度化に関す

る研究では、福徳岡ノ場海底火山において、衛星リモー

トセンシングを用いて火山活動に伴う変色海水を解析し

た。その結果、変色海水の反射率と火山活動の増長に関
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係性を見出し、これを国際誌に発表した。また、複数の

衛星光学センサデータ間に生じる波長依存性のモデル構

築を行い、相互校正・検証のための研究を進めた。地す

べりポテンシャルマップ作成の研究として、高精度地形

データの作成と地質情報の効率的空間情報変換技術の検

討を行った。3次元地質モデルの構築手法に関する研究

として、マルチスレッドを利用した地質境界面推定アル

ゴリズムの一部を改良し、従来よりも高速な地質境界面

推定を可能とした。また、電気・地下水・元素拡散など

の数値シミュレーションによる3次元地質モデリングに

必要不可欠な岩石の電気伝導度・透水係数・拡散係数な

どの「伝導度の異方性」に関する理論研究と X 線 CT
実験で得たデータの解析を行った。さらに、SPring-8
の超高分解能 X 線 CT 装置で得た画像を用いて小惑星

探査船「はやぶさ」が回収したイトカワの表面物質やア

ポロ探査船が回収した月のレゴリスの元素組成と3次元

形状を解析し、大気のない天体上での風化現象を考察し

た。地質情報の高度化の研究では、関東平野中央部及び

つくば周辺の下総層群について、堆積サイクルの認定と

挟在するテフラの同定により、房総半島の模式層との対

比を行い、地下構造解析の基礎データとした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］情報地質、衛星情報、地質情報 

 

［テーマ題目20］海洋地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］荒井 晃作（海洋地質研究グループ） 

［研究担当者］荒井 晃作、中村 光一、片山 肇、 

板木 拓也、井上 卓彦、佐藤 智之、

西田 尚央、多惠 朝子、平本 潤、 

立住 祐一、天野 敦子 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 日本周辺海域の海洋地質情報を整備公開するとともに、

それらデータ及び海洋地質調査を実施して日本周辺海域

の地質構造発達史、活断層評価、古環境変動の解明、及

び海底火山や熱水活動等に伴う地質現象の解明を目指し

ている。今年度は以下のような成果を得た。 

 日本周辺海域の地質構造発達史に関する研究では、徳

之島周辺海域において調査を行い、島弧形成に関する新

たな資試料の取得を行った。海陸の地質図の境界にあた

る沿岸域においては、駿河湾沿岸海域において、音波探

査を実施するとともに詳細な地形データを取得した。富

士川河口域に発達する断層の海域延長部に関する新たな

資料が取得できた。また、宮古島北東方沖に発達する炭

酸塩プラットフォームにおける海洋地質学的な検討を行

い、断層を伴う沈降運動を明らかにすると共に、島弧を

横切る方向に発達する正断層の重要性を公表した。古環

境変動の解明では、オホーツク海や日本海などの海域調

査に参加すると共に、コア試料、ボーリング試料及び表

層堆積物試料の岩相、化石、放射性炭素年代の結果など

を基に海洋環境の変化の詳細と、その環境変化の原因並

びに相互関係を検討した。対馬暖流に関する堆積作用と

海流の強さの地質時代における変化に関する成果を発表

した。海底火山や熱水活動に伴う地質現象の解明では、

トカラ列島の火山列から連続する新たな海底火山の活動

を見つけた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋地質、日本周辺海域、海底地質構造、

海域活断層、海域古環境、テクトニクス 

 
［テーマ題目21］地球変動史の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］田中 裕一郎 

（地球変動史研究グループ） 

［研究担当者］田中 裕一郎、柳沢 幸夫、高橋 雅紀、 

七山 太、小田 啓邦、佐藤 太一、 

片山 礼子（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 新生代統合高分解能タイムスケールの研究 

 微化石層序、古地磁気層序、火山灰層序および放射

年代など、個々の年代層序の精度と確度を向上させる

とともに、複数の年代層序を複合して年代層序の高度

化をはかり、それを基に複合年代尺度の標準化を行う

ことを目的とする。今年度は、高分解能日本海側新第

三紀～第四紀タイムスケールを構築し、5万分の1地質

図幅「高萩」「大津」の高精度化に寄与した。 

(2) フィリピン海プレートに関わるテクトニクス研究 

 地質学的制約条件に基づいてフィリピン海プレート

の過去300万年間の運動を再計算した。1500～300万年

前のフィリピン海プレートの運動は、オイラー極が房

総沖三重会合点の東方沖に位置していたと推定されて

おり、一方現在のオイラー極は北海道の北東沖に位置

している。これまでは、フィリピン海プレートのオイ

ラー極は300万年前に現在の位置に移動したとして計

算していたが、300万年前に現在の位置に移動し始め、

300万年かけて現在の位置にまで移動したとして再計

算を行った。その結果、日本海溝の西向きの移動が

徐々に加速されることが判明し、第四紀の東西圧縮応

力場が徐々に強くなってきたとする地質学的観察事実

に符合することが判明した。 

(3) 地球物理探査の研究 

 海底地球物理マッピング技術の研究及び有人・無人

潜水艇を用いた海底近傍物理探査の研究を行い、海底

構造探査の高分解能化をはかる。また、地中レーダー

を用いた海浜および砂丘堆積物のイメージングに関す

る基礎研究及び、ハンドボーリング試料の堆積物物性

データとの比較を行う。今年度は，マリオンホットス

ポット近傍の南西インド洋海嶺の火成活動及びその変

遷を明らかにした。加えて沖永良部島周辺の地球物理

観測から中琉球弧における火山フロントの変遷につい

ても明らかにした。 
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(4) 古地磁気・岩石磁気研究 

 過去の地磁気変動の解明、特に、数千年～数十万年

の時間スケールを持つ古地磁気強度・方位の永年変動

及び地球磁場逆転・地磁気エクスカーションの実態解

明を進めるとともに、これらの基礎となる磁気顕微鏡

に関する基礎技術開発、岩石磁気学研究及び、岩石磁

気手法の古環境研究への応用も行う。今年度は統合国

際深海掘削計画（IODP）などで採取された堆積物 u-
channel 古地磁気試料のパススルー磁力計測定データ

処理のためのデコンボルーションアルゴリズムおよび

汎用ソフトウェア開発を進めた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］複合年代層序、タイムスケール、フィリ

ピン海プレート、テクトニクス、物理探

査、地球物理マッピング、古地磁気、岩

石磁気 

 

［テーマ題目22］資源テクトニクスの研究 

（運営費交付金） 

［研究代表者］下田 玄 

（資源テクトニクス研究グループ）  

［研究担当者］下田 玄、針金 由美子、山岡 香子、

岸本 清行、西村 昭、田中 弓 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

海底鉱物資源探査指標の確立のため、高精度化学分析

に適した実験室環境の構築・整備を行った。これにより、

海底熱水鉱床、マンガンクラスト、海底噴出熱水、海底

堆積物などの元素・同位体分析の為の環境が整い、海底

鉱物資源の形成プロセスに基づいた探査手法の開発に着

手することが可能となった。また、海底鉱物資源に関連

する様々な試料の元素分析や同位体分析を行い、地球化

学的指標の検討を行った。具体的には若手研究職員海外

研修制度による5ヶ月間の米国での在外研究により鉄お

よびカドミウムの同位体分析法を習得するとともに、ウ

ラン-鉛法またはウラン-トリウム法を用いたマンガンク

ラストの年代測定を行った。 

海底鉱物資源探査指標の確立には、海底岩石中に、ど

のような種類の金属元素がどの鉱物にどのように分布し

ているのかを明らかにすることが必要である。これを明

らかにする為に画像解析システムの構築を試みた。これ

により、鉱床の成因や規模を特定することが期待できる。

これらの手法を陸域の塊状硫化物鉱床に適用して有用性

を検証すれば、海域の鉱化作用の分布と規模の評価への

応用が可能になると考えている。 

大陸棚プロジェクトの成果による広域海底地形データ

を基準にして、出版済み300万分の1および500万分の1海

洋地質図ラスター画像を緯度経度座標値によるグリッド

データ化のプロトコルを作成し、各種地質情報のオーバ

ーレイ化、複数マップのコンパイル、3次元化などによ

る、地質図の AR（拡張現実）化のための基礎データを

整備した。同じ手法を適用して、福岡および東京の都市

精密地質図の3次元可視化マップを作成した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底鉱物資源、テクトニクス、沖縄トラ

フ、フィリピン海プレート、地球化学、

岩石学 

 

［テーマ題目23］海洋環境地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］鈴木 淳（海洋環境地質研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 淳、長尾 正之、田村 亨、 

丸茂 克美（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

人類活動により影響を受ける将来の環境を考えるため、

都市沿岸域の環境および地球環境について、環境変動幅

と変動要因を明らかにすべく、安定同位体比分析法およ

び光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の高度化を進め

ると共に、海洋環境地質に関する研究を実施した。 

 海洋酸性化が炭酸塩殻生物に与える影響に関する研究

の一環として、海洋環境条件が温帯性サンゴに与える影

響を飼育実験により検討し、低温が成長障害を引き起こ

すこと、pHの低下に石灰化が影響を受ける種があるこ

とが判明した。また、サンゴ骨格等を用いて過去数百年

や最終氷期以降、完新世に至る海洋環境変遷の復元と解

析に関する研究を実施した。また、サンゴ骨格に紫外線

を照射してみられる蛍光バンドの成因についての研究に

着手した。 

 内水域の地球温暖化に伴う水温上昇傾向を過去データ

の解析により明らかにし、霞ヶ浦など陸水の酸素炭素同

位体比および炭酸系のモニタリングを実施して炭素循環

過程について考察した。 

 南シナ海および日本海沿岸の海岸環境の変遷と冬季モ

ンスーンを介した地球環境変動との関連を明らかにする

ため、ベトナム東南部のムイネー砂丘や、青森県日本海

岸堆積物の光ルミネッセンス（OSL）年代を求め、両地

域の完新世における沿岸地形環境の変動を復元した。 

 鉄鋼スラグ等の産業副産物を用いて、アマモ場などの

修復に資する研究を実施した。干潟・藻場（アマモ場）

造成土壌を、自然砂から製鋼スラグと浚渫土との混合土

壌で代替した場合の底生生物群集の特徴及び優位性を明

らかにした。 

 沿岸域において、過去の巨大災害（津波・ストームな

ど）や海岸侵食、地殻変動、気候変動の復元に有用であ

る砂丘・浜堤堆積物や津波石などを対象に、過去のイベ

ントの復元手法についての研究を実施した。南琉球列島

に分布する津波石が、過去に繰り返し発生した津波によ

り打ち上げられたものであることを明らかにした。また、

仙台湾において2011年東北津波により形成された浅海堆

積物の特徴を明らかにした。 

［分 野 名］地質 
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［キーワード］地球温暖化、海洋酸性化、海面上昇、沿

岸、炭素循環、気候変動、古海洋学、サ

ンゴ礁、デルタ、酸素同位体比、土壌、

光ルミネッセンス年代測定法 

 

［テーマ題目24］沿岸海洋の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］高橋 暁（沿岸海洋研究グループ） 

［研究担当者］高橋 暁、谷本 照己、山崎 宗広、 

村尾 厚子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 衛星画像データを解析することにより、アマモ分布域

を判定する技術開発を行っている。これまでは潮時に関

係なく判定解析を行っていたため、判定精度に水位の高

低に伴うばらつきが見られた。そこで水位が低い低潮の

時間帯の衛星画像デ－タのみを用いて解析することによ

り、浅海域のアマモ場分布推定精度を向上させることが

できた。 

仙台湾津波リスク評価のため、仙台湾鉛直多層流況数

値モデルによる流況再現実験を行い、堆積物輸送に大き

く関わる底層残差流について解析した結果、仙台湾の津

波堆積物は等深線に沿うように帯状に分布する傾向があ

ることが示された。また、海域と陸域地形を連続して再

現し、津波浸水域をも評価できる松島湾水理模型により、

津波を減勢する防潮堤や潜堤構造物を設置した実験を行

った。この結果、構造物の設置場所や規模、構造等の違

いによる効果出現の違いを明らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］沿岸海洋、海域環境、リスク評価 

 

［テーマ題目25］地球化学の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、金井 豊、御子柴 真澄、

太田 充恒、久保田 蘭（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

地殻における元素の地球化学的挙動解明の研究として、

炭酸塩中の元素の挙動と分析法の研究、放射性核種の地

球科学的挙動の研究、火成岩の地球化学的研究、鉱物・

土壌・堆積物等における微量元素の挙動及び存在形態解

析の研究を行った。 

 炭酸塩中の元素の挙動と分析法の研究では、サンゴ中

の Sr/Ca 比及び Mg/Ca 比について、精密分析法の改良

を検討するとともに、国内外で採取したサンゴ及び飼育

サンゴを化学分析し、環境要因の変化によるサンゴ骨格

中の元素の挙動について検討した。放射性核種の地球科

学的挙動の研究では、昨年度に引き続き産総研敷地内に

おける、エアロゾル試料の採取を行って、人工放射性核

種の観測を継続し、エアロゾル中の放射性 Cs 同位体の

濃度は2012年4月より低下していること及び、濃度変化

が気象状況の影響を受けていたことを明らかにするとと

もに、天然放射性核種に関しても検討を行った。火成岩

の地球化学的研究では、東日本地域における深成岩の調

査と主・微量成分分析を行い、同位体分析法について、

検討を行うとともに、深成岩の地球化学データ・岩石学

的データをとりまとめた。鉱物・土壌・堆積物等におけ

る微量元素の挙動及び存在形態解析の研究では、国際的

に規定された逐次溶解法である BCR 法を用いて、試料

採取後の乾燥方法等前処理の違いによる存在形態の違い

について検討し、乾燥方法による違いは生じないことを

確認した。また、土壌・堆積物中の銅の存在形態及び八

丈島土壌試料中の主成分及び微量重金属元素の組成及び

挙動について検討を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球化学、土壌、炭酸塩、放射性核種、

火成岩、存在形態 

 

［テーマ題目26］地球物理の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］伊藤 忍（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 忍、大熊 茂雄、山口 和雄、 

村田 泰章、山谷 祐介、横倉 隆伸、

駒澤 正夫、中塚 正、稲崎 富士 

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 地震波を用いた地下構造調査や、重力・磁気など様々

な物理探査手法で取得した地球物理学的データを活用し、

地球内部の構造・現象を解明する研究を進めている。従

来から実施している手法を駆使する他、地震波干渉法や

海底重力観測、各種物理探査手法の融合等に新たに取り

組んでいる。平成25年度は、つくば市内と沖縄県石垣市

で取得したデータの処理・解析を進めた。その結果、

VLBI アンテナが SH 波を効率良く発生し、地震波干渉

法を適用するのに適していることを把握した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球物理、地殻構造、重力、電磁気探査、

地震探査、地震波干渉法 

 

［テーマ題目27］地質地殻活動の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］名和 一成 

（地質地殻活動研究グループ） 

［研究担当者］名和 一成、高橋 学、大滝 壽樹、 

大谷 竜、住田 達哉、宮川 歩夢 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

重力、地震波、変位、歪、物性など様々な地球物理学

的データおよびその他の地質情報を総合し、地震学・測

地学・地盤工学等を駆使して、地球の内部構造とそこで

起きる様々な現象を解明する研究を進めている。現在の

地球の姿の解明に留まらず、過去から未来への変動予測

に関わる研究にも取り組んでいる。平成25年度は、物性

研究において、マイクロフォーカス X 線 CT を用いた

岩石内空隙構造の定量化手法および格子ボルツマン手法



研 究 
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を用いた数値シミュレーション等に関する成果を国内外

で発表した。また NaCl の状態方程式に真性非調和性を

考慮した統計力学による比熱項を導入することによって、

線形近似の非調和では達成できなかった比熱と熱圧力の

実験値の同時再現に成功し、国際誌上で発表した。地震

学的研究において、広帯域地震計の簡易設置法および超

伝導重力計が設置されている VERA 石垣島観測局下の

浅部地下構造の研究結果について論文発表した。重力研

究において、九州の地熱地域で重力連続観測を行うとと

もに、東北地方太平洋沖地震後の地殻変動の研究のため、

中部地方の超伝導重力計観測点で絶対重力測定を実施し

た。重力データベースに追加するコンテンツとして、地

下構造可視化システムの活断層領域に対応する各種重力

図を作成した。地球物理情報・地質情報統合の一環とし

て、海洋掘削により取得された物理検層データを解析す

ることにより、熊野海盆におけるガスハイドレートの濃

集量およびその濃集メカニズムを明らかにした。その他、

産総研発行誌上で、研究評価に関する英国の取り組みに

ついて紹介し、産総研一般公開「ジオドクトル」の実施

を報告した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球物理、地下構造、地殻変動、重力、

地震波、GNSS、歪、物性、統合解析、

シミュレーション 

 

［テーマ題目28］火山活動の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］石塚 吉浩（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］石塚 吉浩、中野 俊、川辺 禎久、 

石塚 治、下司 信夫、古川 竜太、 

山崎 誠子、及川 輝樹、松本 哲一 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 国の火山噴火予知研究を分担し、活動的火山の噴火履

歴を明らかにするとともに、日本の第四紀火山活動の時

間空間分布を明らかにし、火山の総合理解を深める研究

の実施を目的としている。平成25年度は、活火山の活動

史や第四紀火山の時間空間分布を明らかにするために、

同位体希釈法と感度法による K-Ar 年代測定を、中部九

州、東北、伊豆半島等で行った。火山データベースにつ

いては、「第四紀火山」と「活火山」データベースを

「日本の火山」データベースとして統合し公開した。ま

た、焼岳、榛名山、西之島など活火山の詳細データを新

たに加えた。このうち噴火した西之島に関しては、社会

の要請に迅速に応えるためデータを追加更新した。また

昨年度原稿を完成させた「日本の火山（第3版）」は、日

本列島の第四紀火山の分布、年代、岩質を校正し出版し

た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］第四紀火山活動、噴火履歴、年代測定、

火山データベース、活火山 

［テーマ題目29］マグマ活動の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］篠原 宏志（マグマ活動研究グループ） 

［研究担当者］篠原 宏志、高田 亮、田中 明子、 

斎藤 元治、松島 喜雄、東宮 昭彦、 

風早 竜之介、斎藤 英二、大石 雅之、 

（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 活動的な火山において放熱量等の熱的観測や電磁気的

観測を行い、地質構造や、他の地球科学的観測量を参照

しつつマグマ放熱過程のモデル化を行うことを目的にし

ている。水蒸気爆発を頻発する火山の典型として、口永

良部島火山に着目し、GPSおよび自然電位の連続観測を

継続して行い、基礎データを取得した。また地中温度の

連続観測点を新たに設置し、遠隔地からデータを取得す

る体制を整えた。 

 桜島火山2013年9-10月の4回の噴火の噴出物21個の化

学分析を行い、1個を除き、全て、主成分元素組成が

2009-2010年噴火と同様であることを明らかにした。霧

島火山噴出物中のメルト包有物（2011年噴火52個、

1716- 1717年噴火17個、1235年4個）について EPMA
分析を行い、主成分元素組成を把握するとともに、2011

年噴火の玄武岩質安山岩メルト包有物の H2O 濃度が最

大3wt.%であると見積もった。 

 沈み込み帯における火山からの揮発性物質の放出量を

推定するためのケーススタディとして、日本の各火山、

各地域の火山性の噴煙、温泉、土壌ガス等の放出量の集

計に基づく日本の火山からの放出総量を推定するととも

に、放出量推定手法の検証を行った。その結果、噴煙活

動が主要な放出源であること、および沈み込み帯により

揮発性物質の平均組成が異なる可能性が明らかとなった。 

 アナログ実験により、発泡物質の注入速度の違いによ

り、爆発的な噴出がおこる場合と、泡と液体が分離して

脱ガスする場合に分かれる事が確認された。富士山の噴

火割れ目の時間変化と、宝永火口壁の岩脈の分布より、

富士山内部に岩脈による応力蓄積過程を読み取った。口

永良部島において連続地殻変動観測を実施し、山頂部で

顕著な地殻変動が生じていない事を確認した。衛星搭載

SAR データを用い2011年 Kilauea 噴火や過去の口永良

部島などの地殻変動を検出し、類推される変動源を求め、

他の観測量などと比較した。東北本州弧における熱構造

に関する議論をすすめ、後期新生代の火成活動史を規定

する条件を与えた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、マグマ、噴火予知 

 

［テーマ題目30］マグマ熱水鉱床に関する研究（運営費

交付金） 

［研究代表者］池原 研 

（マグマ熱水鉱床研究グループ） 

［研究担当者］池原 研、濱崎 聡志、清水 徹、 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(417) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

後藤 孝介、斎藤 元治、宮城 磯治、 

森下 祐一、清水 日奈子 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 地球科学では鉱物内に複雑な構造を持つ試料を扱う必

要がある。このような地質試料を簡単な系で代表させる

ことは困難であり、微小領域において現象の本質を研究

する必要がある。このため、高感度・高質量分解能の大

型二次イオン質量分析装置（SIMS）を研究手法とし、

鉱物資源探査や火山の噴火メカニズム研究等の社会的に

重要な課題に適用した。 

 金鉱床などのマグマ熱水鉱床生成に関連して炭酸塩鉱

物が晶出することが多い。炭酸塩鉱物の酸素同位体比は

熱水性鉱床の生成温度を推定する上で重要である。一方、

CO2と炭酸塩鉱物の間での酸素同位体分別は低温では理

論値しかない。方解石標準試料を1℃から150℃までの

様々な温度でリン酸分解し、生成した CO2の酸素同位

体比を測定して分別係数の温度依存性を詳しく調べた。

分別係数は温度の二乗の逆数に比例することから有意の

結果と言えるが、平衡かどうかの検討が必要である。 

 伊豆半島の更新世火山地域において、マグマ近傍の火

山性流体に伴い形成された酸性変質帯の形成過程と同位

体組成に関するとりまとめを行い、火山活動および周辺

の鉱脈鉱床との相互関係について考察を進めた。 

 熱水性金鉱床の高品位鉱石の鉱物成長組織観察に基づ

き、金鉱化作用の成因的評価を行った。その結果、金を

伴う石英に新たな成長組織が日米両国の高品位金鉱石に

共通に見出され、国際研究協力の基、金の新たな沈殿メ

カニズムを考察した。さらには、豊羽多金属鉱床の石英

の酸素同位体比測定データから、時空的に異なる熱水系

の存在を明らかにしたが、その成果は国内誌に受理され

公表に至った。また北海道光竜鉱床産金鉱石の鉱物成長

組織観察結果を基に鉱脈生成過程を再解釈した論文が、

国際誌に受理された。 

 鉱物資源のポテンシャル評価を行う上で、確度よく定

量分析を行うことが必須である。金属ドリルを用いた粉

末試料の作成およびその化学分析の確立に向け、金属ド

リルの使用に伴うコンタミネーションの評価を行った。

各種金属ドリルを用いて、ガラス片から約50 mg の粉末

試料の作成を試みた。その結果、ダイヤモンドドリルな

どは、試料作製中にドリル刃のコーティングが剥がれ落

ちることが確認され、定量分析が困難な場合があること

が分かった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］マグマ熱水性鉱床、二次イオン質量分析

装置、SIMS、炭素・酸素同位体比、金、

白金族、メルト包有物 

 

［テーマ題目31］長期変動の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］塚本 斉（長期変動研究グループ） 

［研究担当者］塚本 斉、宮城 磯治、大坪 誠、 

城谷 和代、西来 邦章、宮川 歩夢、

上澤 真平、勝部 亜矢、 

Nguyen Hoang（Institute of Geological 
Sciences, Vietnam Academy of Science & 
Technology）（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

2008年以降の鹿児島県桜島火山の噴火活動史を基に、

噴出された火山灰の色調が噴火間隔と一定の関係がある

ことを明らかにし、その要因としてマグマが火口直下で

滞留される間に酸化され色調が変化するモデルを提唱し

た。北海道北見火山岩類のマグマ起源物質とマグマ生成

過程に関する取りまとめを行うため Nguyen Hoang 氏

を招聘し、研究打ち合わせと補完的な分析の下準備を行

った。長期地質変動が地下水に与える影響の情報収集を

行うため、変形・透水試験機設計セミナー2013に参加し、

断層活動に伴う温度－圧力－透水性の変化とその相互関

係や、試験機を用いた時の定量的な力学評価手法に関す

る情報を収集した。また、福島第一原子力発電所汚染水

対策に係る科学的知見の整備の一環として、福島第一原

子力発電所周辺の水文地質構造と地下水流動の解析を行

い、汚染水を減少させる対策として表面遮水処理（フェ

ーシング）の有効性を明らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］長期地質変動、桜島火山、火山灰、滞留

時間、北見火山岩、マグマ起源物質、変

形・透水試験、福島第一原子力発電所、

汚染水対策、フェーシング 

 

［テーマ題目32］深部流体の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］風早 康平（深部流体研究グループ） 

［研究担当者］風早 康平、安原 正也、高橋 正明、

塚本 斉、佐藤 努、森川 徳敏、 

高橋 浩、戸崎 裕貴、堀口 桂香 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

福島県いわき市で生じた M7.0の2011年4月11日の内

陸地震により、噴出した温泉水の定期採取（毎月）、分

析および流量の繰り返し観測を行った。その結果、自噴

した3カ所のうち2カ所については、3年後においても噴

出する湯量は減少していない。温泉水の組成に大きな変

動はみられていない。湧出量が変化しない原因について

解明するため、周辺の地震活動や応力場との対比などの

検討を行った。また、火山ガス放出量の観測を行ってい

た浅間火山における SO2放出量の変化についてまとめ、

その原因となるマグマプロセスについて地震活動との対

比を行い検討した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ 
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［テーマ題目33］地下環境機能の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］伊藤 一誠 

（地下環境機能研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 一誠、冨島 康夫、間中 光雄、

竹田 幹郎、東郷 洋子（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

放射性廃棄物処分安全技術調査等のうち地層処分に係

る地質評価手法等の整備として以下の研究を実施した。

堆積岩地域における間隙水圧分布形成と地下水流動駆動

力に関する検討として、室内実験で得られた岩石の反射

係数と水、塩分の拡散係数の相違から、異常間隙水圧の

持続性と地下水流動への影響を評価するための定式化を

行い、3次元地下流体移動解析コード TOUGH2に実装

した。その上で、浸透圧以外の異常間隙水圧の形成要因

である一次的な圧密による圧力上昇と浸透圧を比較し、

浸透圧による異常間隙水圧の持続時間における数オーダ

ーの長期性を確認した。微生物の影響評価及び微生物と

有機物との相互作用の検討として、地下実験施設におけ

る水質及び微生物、有機物モニタリング結果を取りまと

めた。ここでは、数年間の経時的な水質変動データに対

して塩分濃度を基準として整理しなおすことによって、

地下実験施設建設による擾乱を取り除いた経時変化を評

価した上で、硫酸イオンと硫化水素における硫黄の同位

体分析を行うことで、硫酸還元菌による硫酸イオンの消

費速度を定量的に評価することが可能となった。以上の

結果を利用し、微生物の代謝活動を取り込んだ反応－流

動シミュレーションを実施し、坑道掘削から埋め戻し後

の長期にわたる水質変動への微生物の影響に関するケー

ススタディを実施した。自然事象等の外的因子を考慮し

た地質環境条件評価モデルの作成と不確かさの把握では、

水理・熱・力学・化学に関する場の把握モデルの作成お

よび場の評価の不確実性検討・モデルの検証手法の検討

として、き裂を有する堆積岩に対し、水・岩石反応試験

を加熱あるいは封圧下で実施し、透水係数、せん断強度

の経時変化に関する連成モデルと比較して一定の再現性

を得た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地層処分、天然バリア、安全評価 

 

［テーマ題目34］地球物理図（運営費交付金） 

［研究代表者］伊藤 忍（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 忍、名和 一成、大熊 茂雄、 

山口 和雄、村田 泰章、宮川 歩夢、

山谷 祐介、駒澤 正夫、中塚 正 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 活動的島弧に位置する国土の地下地質構造を体系的に

解明するために重力図、空中磁気図、データベースなど

の作成を行う。20万分の1重力図については、京都・大

阪地域について編集を完了した。和歌山、名古屋、金沢

地域などの調査・編集を進めた。空中磁気図については、

養老山地地域について編集を完了した。重力データベー

ス地質情報データベース（RIO-DB）では、既存データ

から地下構造可視化システム（活断層セグメント）に対

応する67地域の各種重力図を作成した。日本列島基盤岩

類物性データベース地質情報データベース（RIO-DB）

の維持作業を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球物理図、重力図、空中磁気図、岩石

物性、データベース 

 

［テーマ題目35］火山地質図（運営費交付金） 

［研究代表者］石塚 吉浩（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］石塚 吉浩、中野 俊、川辺 禎久、 

及川 輝樹、山崎 誠子、石塚 治、 

下司 信夫、高田 亮、山元 孝広、 

星住 英夫、伊藤 順一、伴 雅雄 

（常勤職員11名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

国の火山噴火予知研究を分担し、活動的火山の噴火履

歴を明らかにするとともに火山地質図を作成する。平成

25年度においては、火山噴火予知連絡会によって選定さ

れた「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要

な火山」である九重火山、蔵王火山及び八丈島火山の3

火山について火山地質図作成のための野外調査を実施し

た。このうち九重火山については地質図原稿をとりまと

めた。また桜島火山については、昨年度原稿を完成させ

た地質図の校正を行い出版した。富士火山については、

社会的要請が高く初版の出版から46年経過していること

から全面的な改訂作業を進め、地質図を公開した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活火山、噴火履歴、火山地質図、火山防

災、噴火予知 

 

［テーマ題目36］地球化学図（運営費交付金） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、今井 登、金井 豊、 

御子柴 真澄、太田 充恒、久保田 蘭、

立花 好子（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

元素の地球化学的挙動解明の基礎となる地球化学図の

作成において、都市市街地を含む関東地域における元素

のバックグラウンドを明らかにするために、従来の日本

全国図の10倍の精度を持つ精密地球化学図を作成する。

また、日本全国のヒ素、水銀、カドミウムなどの有害元

素をはじめとする53元素の濃度分布の全データをデータ

ベース化し、地球化学図データベースとしてインターネ

ットを通して活用できるようにするとともに、日本にお

ける地球化学基盤情報を提供する。 

精密地球化学図の作成では、今年度は関東北部地域
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（埼玉県、茨城県、群馬県、栃木県）から、388個の試

料採取を行うとともに既存試料の分析を行った。試料は

各河川の指定された地点の周辺において、その河川の上

流域から供給された細粒の堆積物（最大粒径3mm 程度

以下）約1kg をスコップ等で採取し、実験室で乾燥した

のち80メッシュ以下の成分を篩分け、自然乾燥した後、

粉砕し分析に用いる試料とした。試料は硝酸、過塩素酸、

フッ化水素酸で分解を行い、硝酸酸性の試料溶液を作成

し、主成分元素を ICP 発光分光分析法で、微量成分元

素を ICP 質量分析法で分析した。これまでに関東地方

から収集・採取した試料総数は合計して約2000個で、今

年度で関東地方精密地球化学図作成のための試料採取を

完了し、来年度に分析を完了する予定である。分析で得

られた元素濃度を元に地理情報シテムを用いて地球化学

図を作成している。地球化学図は53元素について作成可

能で、地球化学図の図面作成操作、距離計測、断面図作

成等の解析を行うことができ、この他に3次元のメッシ

ュマップ、メッシュ補間マップ、コンターマップを作成

することができる。 

地球化学図データベースでは、日本全国の陸域とそれ

につながる沿岸海域のヒ素、水銀、カドミウムなどの有

害元素をはじめとする53元素の濃度分布図を公開してお

り、作成に用いた河川堆積物試料（陸域、約3000個）及

び海底堆積物試料（海域、約5000個）の採取地点の他、

各元素の分析データを閲覧・ダウンロードできる。また、

試料中のカリウム、ウラン、トリウム含有量から計算式

により求めた、日本における大地からの自然放射線図に

ついても公開するとともに、関東地方精密地球化学図に

ついても、データベースとして公開する準備を行ってい

る。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球化学図、データベース、有害元素、

バックグラウンド、環境汚染、元素分布 

 

［テーマ題目37］大陸棚等試料によるコアライブラリー

管理 DB の高度化（運営費交付金） 

［研究代表者］岸本 清行 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］岸本 清行、西村 昭、田中 弓 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは部門の重点プロジェクト「大陸棚調査」に

関連して取得、収集したデータ、試料のうち産総研が保

有するものを管理するツールを整備することを目的とし

た。2012年度に国連から受領したわが国の「延長大陸棚

勧告」には一部の審査未了海域が含まれており、早期の

審査実施（再開）を国連大陸棚限界委員会に国として働

きかけているところであるが、今後審査が再開された場

合に備えて、大陸棚申請に用いられた資試料を維持管理

する必要がある。そのため、産総研が保有する「大陸棚

調査」関連資試料を、その他の一般のコアライブラリー

の管理法と互換性のあるデータベース形式での登録・管

理ができるツールを作成した。これによって「大陸棚調

査」関連資試料が完全に公開された場合にも、スムーズ

な管理の移行と利活用が期待される。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋地質調査、コア試料、大陸棚調査 

 

［テーマ題目38］衛星画像情報及び地質情報の統合化

（運営費交付金） 

［研究代表者］宮崎 一博（地質情報研究部門） 

［研究担当者］中澤 努、浦井 稔、野々垣 進、 

納谷 友規、西岡 芳晴、吉川 敏之、

川畑 大作、巌谷 敏光（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 成果配信のための基本情報であるデジタルアーカイブ

を、タブレット PC をはじめとした携帯端末に記録する

ための技術開発を行った。平成25年度は携帯電話用クリ

ノメーターアプリケーション GeoClino for iPhone の

iOS の最新バージョンに対応した改良を行い、現地調査

による検証を実施したうえで、バージョン1.4.1として

公開した。20万分の1地質図幅凡例情報のデータベース

化では、地質図凡例オントロジーを改良し、20万分の1

日本シームレス地質図の凡例データを試作した。地すべ

りポテンシャルマップの作成に必要な地形情報と地質情

報の検証に関する研究において、地質情報と数種類の標

高データ、地すべり分布のデータを利用して地すべり地

域における DEM 解像度による傾斜や曲率などの違いを

調べた。火山衛星画像データベースについては、画像の

オルソ化・画像の色付けの変更などを実施し、バージョ

ン3.0として次年度公開に向けた準備をした。都市域の

地質地盤情報の統合化と地質地盤図の作成についての研

究では、房総半島に分布する更新統下総層群について、

野外調査で得られた露頭柱状図を利用して地層境界面の

位置情報を数値化し、それらを基に3次元地質モデルを

構築した。また対比の基準となる基準ボーリングデータ

整備として、関連する房総半島の沖積層の放射性炭素年

代測定を実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］内陸地震、地下水、湧出量、ヘリウム 

同位体比 

 

［テーマ題目39］巨大噴火のリスク評価研究（G-EVER）

（運営費交付金） 

［研究代表者］高田 亮（マグマ活動研究グループ） 

［研究担当者］高田 亮、古川 竜太（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 G-EVER のサブグループとして、インドネシア火山

地質災害研究センターと共同研究で、インドネシアの巨

大噴火のポテンシャル評価技術の開発を行う。インドネ
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シアでは過去1,000年間で3回巨大噴火が起った。これら

の例を参考に、同じような噴火史をたどりつつある火山、

すなわち、今後巨大噴火を起こす可能性のある複成火山

を、既存文献からピックアップした。その中で事例研究

として、中部ジャワの Sumbing、Sundoro の2火山に

ついて、現地調査を行い、複成火山成長期および静穏期

の降下火砕物や火砕流堆積物の層序構築の予察調査を行

い、炭素同位体年代測定用の試料を採取した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］G-EVER、インドネシア、巨大噴火、カ

ルデラ噴火、リスク、噴火災害 

 

［テーマ題目40］地質災害リスク国際標準化推進費（運

営費交付金） 

［研究代表者］宝田 晋治 

（シームレス地質情報研究グループ） 

［研究担当者］宝田 晋治、桑原 保人（活断層・地震

研究センター）、小泉 尚嗣（活断層・

地震研究センター）、石川 有三（活断

層・地震研究センター）、高田 亮、古

川 竜太、重松 紀生（活断層・地震研

究センター）、丸山 正（活断層・地震

研究センター）、Joel Bandibas 
（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

G-EVER 推進チームでは、アジア太平洋地域の研究

機関と協力し、「地震火山ハザード情報整備」等の国際

標準化を進めている。CCOP（東南アジア地球科学計画

調整委員会）管理理事会において、CCOP アジア地域

地球科学情報共有プロジェクトの提案が日本から行われ、

今後5-10年をかけて、アジア太平洋地域の地質図、災害

関連情報、環境関連情報、地球物理情報等を共有化する

プロジェクトを開始することが決議され、その構築に向

けてプロトタイプの作成を進めた。今後、国際的な統一

基準で、アジア地域のデータベース整備を進め、より信

頼性の高い地震、火山データベースの作成やハザードマ

ップ、リスクマップの共有化が測られる。世界的な地震

リスク評価の国際標準である Global Earthquake 
Model（GEM）や、第四紀火山データベースの国際標

準である VOGRIPA プロジェクトを進めている Global 
Volcano Model（GVM）との連携を進めた。仙台市で、

IUGS と日本学術会議と合同で開催した第2回 G-EVER
国際シンポジウムでは、地震、津波、火山災害に関する

各国の取り組みについて活発な討議を行い、今後の地

震・火山ハザードリスク研究に関する行動規範となる15

箇条からなる Sendai 合意を採択した。イタリアエリー

チェで開催された第2回 VOBP 国際ワークショップに参

加し、各国の火山災害研究の取り組みについて情報交換

を行った。イタリア国立地球物理火山学研究所（INGV）

と、確率的火山災害予測手法やシミュレーション技術に

関する共同研究を進めるための研究打ち合わせを実施し

た。さらに、シンガポール地球観測所（EOS）と、火

山噴火前兆データベース（WOVOdat）と G-EVER 地

震火山ハザード情報システムとの連携を進めた。地震火

山ハザードリスク評価に関するニーズをさぐるため、民

間企業との勉強会を実施した。 

[分 野 名］地質 

[キーワード］G-EVER、アジア、ハザード、国際、 

標準化、CCOP、情報共有、データベ

ース 

 

［テーマ題目41］次世代型アジア太平洋地域地震火山災

害図の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］宝田 晋治 

（シームレス地質情報研究グループ） 

［研究担当者］宝田 晋治、桑原 保人（活断層・地震

研究センター）、小泉 尚嗣（活断層・

地震研究センター）、石川 有三（活断

層・地震研究センター）、高田 亮、古

川 竜太、重松 紀生（活断層・地震研

究センター）、丸山 正（活断層・地震

研究センター）、Joel Bandibas 
（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 G-EVER 推進チームが中核となり、2016年にユネス

コ世界地質図委員会（CGMW）から出版予定の750万分

の1「東アジア地域地震火山災害図」のドラフトを作成

し、2014年2月にパリユネスコで開催された CGMW 総

会で公開した。東アジア地域地震火山災害図では、東ア

ジア地域の震源分布、震源域、活断層分布、火山分布、

犠牲者数、プレート境界等を示した。また、アジア太平

洋地域の地震、津波、火山関連情報を閲覧する総合検索

システムとして「アジア太平洋地域地震火山ハザード情

報システム」の Web サイトを構築した。今後、人口分

布や交通網等さまざまなマップと組み合わせることで、

将来の地震、津波、火山噴火による災害リスク評価を行

うための基盤情報となる予定である。さらに、インドネ

シア火山地質災害防災局（CVGHM）、フィリピン火山

地震研究所（PHIVOLCS）と連携し、インドネシア、

フィリピンの地震・火山関連の情報をアジア太平洋地域

地震火山ハザード情報システムに掲載するための準備を

進めた。特に CVGHM とは共同で、インドネシア火山

情報システムを試作し、インドネシアの主要活火山の噴

火履歴、災害履歴、ハザードマップ、地質図、文献が閲

覧できる Web サイトを構築した。 

[分 野 名］地質 

[キーワード］G-EVER、アジア、地震、火山、 

災害、情報システム 

 

［テーマ題目42］ボーリングデータの一元化と地質地盤
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図の作成（運営費交付金） 

［研究代表者］中澤 努（情報地質研究グループ） 

［研究担当者］中澤 努、野々垣 進、納谷 友規、 

小松原 純子、宮地 良典、宮崎 一博、

長 郁夫（活断層・地震研究センター）

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、都市部の地質情報整備の加速化を目

的として、国・自治体等のボーリングデータを一元化し、

それらを基に地下情報を表示するデジタル地質地盤図の

作成を試みている。平成25年度は、千葉県北部をモデル

地域として、ボーリングデータ整備、3次元地質地盤モ

デルの構築、地質モデル表示システムのプロトタイプの

作成を行った。 

 ボーリングデータの整備に関しては、柏周辺及び船橋

周辺で実施した産総研独自の基準ボーリング調査のコア

試料について、詳細な層相記載とテフラ分析、放射性炭

素年代測定などを行うことにより、この地域の深度約

100m 以浅の更新–完新統の標準的な層序を明らかにし

た。また、これらの基準ボーリングデータを標準形式の

データファイルとして整備した。一方、自治体から公共

工事の土質ボーリングデータの提供を受け、それらを標

準的なファイル形式に変換し、基準ボーリングデータと

ともにデータセットとして整備した。 

 整備したボーリングデータや露頭柱状図データ、表層

の地形・地質分類図等を利用して、房総半島から千葉県

北部の3次元地質モデルを構築した。地質境界面の推定

には、独自の技術である最適化原理とスプラインにもと

づく曲面推定法を用いた。これにより房総半島から千葉

県北部にかけての地域では、東京湾岸付近で最も地層の

分布が深くなり、関東平野南東部の地下が全体に東京湾

付近を中心とした盆状の構造をしていることが示された。

今後基準ボーリングデータを中心にデータを増やすこと

で、より精度の高い地質モデルが構築できるものと考え

られる。また地質モデルを表示するシステムとして、地

図表示のためのオープンソース JavaScript ライブラリ

ーである OpenLayers を利用して、地質モデルおよび

ボーリングデータ等を配信する Web システムを試作し

た。このシステムでは、対象地域をメッシュで区分し、

それぞれの区域ごとに3次元地質モデルを表示できるよ

うにした。今後は3次元地質モデルに層相や物性値を表

示できるようさらに改良をすすめる予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ボーリングデータ、3次元地質モデル、

地質地盤図 

 

［テーマ題目43］東北地方南部の陸域地球化学調査（運

営費交付金） 

［研究代表者］御子柴 真澄（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］御子柴 真澄、高橋 浩、岡井 貴司、

金井 豊、鈴木 喜夫、今井 登、 

立花 好子（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

2011年の大地震以降、東日本の太平洋側の地域におけ

る地質構造の把握がより重要な課題となっている。また、

東北地方南部の海岸沿い一帯において、地震・津波に起

因する土壌・地下水汚染のリスクが存在する。そこで、

東北地方南部から北関東にかけての阿武隈山地周辺を対

象地域とし、広域における元素分布などの基本的情報の

整備を目的として、地質調査とともに地球化学的調査を

行っている。平成25年度は、阿武隈山地の中央部から北

部にかけて地質調査を行い、岩石の産状や分布を把握す

るとともに、広く分布する花崗岩類などの試料を採取し

た。多数の岩石について粉砕作業を行い、蛍光 X 線分

析法、ICP 質量分析法、ICP 発光分析法等を用いて化

学分析を行った。花崗岩類の元素濃度は、含まれる有色

鉱物の量に対応して幅広く変化する。阿武隈山地東部か

ら北部にかけて分布する優白質な花崗岩類の多くは、分

化した花崗岩の典型的な化学的特徴を示す。一方南部の

花崗岩類は、カリウムやトリウムに比較的乏しい傾向を

示す。さらに、南部阿武隈山地の深成岩類の年代測定を

行い、貫入や冷却の時期を明らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］阿武隈山地、元素分布、岩石、化学組成、 

年代測定、2011年東北地方太平洋沖地震 

 

［テーマ題目44］新素材に関する融合研究（運営費交付

金） 

［研究代表者］三田 直樹（地質情報研究部門） 

［研究担当者］三田 直樹、金井 豊、坂本 靖英 

（地圏資源研究部門）、岡崎 智鶴子 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

2011年の福島原発事故以来、復旧・復興のための様

々な作業が行われているが、現地では高放射線量に阻

まれてなかなか困難を極めている。そのため、被ばく

を少しでも低減させることを目指し、既存の特許技術

を利用した遮へい能を有する新素材を検討した。この

技術は、樹脂と粉体との濡れ性を向上させるもので、

本研究では樹脂と従来困難とされた超高濃度の鉛粉体

を混合した新素材を作製した。遮へい材として良く利

用される金属鉛は曲げるのが困難であるが、この新素

材は弾力性・柔軟性を有し、軽い力で曲げることが可

能であり、力を除くと元に戻る特質があることがわか

った。遮へい材素材としての最適化を目指し、混合物

の組成比を変えて調製し、その放射線遮へい能などの

特性を検討した。その結果、弾力性・柔軟性を保持し

ながら、金属鉛に対して60%近い遮へい効果を有する素

材を作ることができ、これらの関連する成果を特許出

願した。 
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［分 野 名］地質 

［キーワード］素材、遮へい体、放射線 

 

［テーマ題目45］地球化学標準試料 ISO（運営費交付

金） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、今井 登、金井 豊、 

御子柴 真澄、太田 充恒、久保田 蘭、

立花 好子（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

地質試料は多種・多様な成分で構成され、化学分析の

際には各成分が互いに影響しあうため、正確な分析を行

うためには、目的とする試料と主要な化学組成が良く似

た、目的成分の濃度が決められている標準試料が必要不

可欠である。地質情報研究部門は化学分析用岩石標準試

料の国内唯一の発行機関として、1964年以来50年近くに

わたって地質関連試料の標準試料を作製し、世界各国の

研究機関との共同研究により、化学組成や同位体組成、

年代値の信頼性の高いデータを定め公表してきた。この

標準試料は世界中で活用されており、分析精度を高める

標準として世界的に大きな貢献をしている。しかしなが

ら、近年の国際化の動きの中で、標準物質は国際的な標

準である ISO のガイドラインに対応することが必要と

されるようになってきたため、当部門発行の岩石標準試

料についても、NITE 認定センターより、ISO に対応し

た標準物質生産者としての認定（ASNITE 認定）を取

得し、ISO の規定に則った認証標準物質（地球化学標

準物質）とした。 

本年度は、昨年度作製した安山岩標準試料 JA-2a に

ついて均質性の確認及び共同分析による仮認証値の設定

を行った。均質性の確認は、主要な9成分について、試

料作製時に6つに分割した各スプリットからランダムに

各2本ずつ抜き取り、計12本を用いて行ったが、特段の

問題は見られなかった。また、スプリット3については

同一スプリット内から5本を抜き取り、スプリット内で

の不均質がないことを確認するとともに、特定の瓶につ

いて瓶の上部から5分割し、瓶内においても不均質がな

いことを確認した。共同分析は、外部9機関及び地球化

学研究グループの計10機関で、主成分（12成分）につい

て行ったが、一部の成分についてはばらつきが大きい傾

向があったため、認証値を設定せず、参考値に止めるこ

とも検討中である。 

標準物質生産者としての ISO 認定の維持に必要な各

種文書やデータ類の管理においては、マニュアル・記録

類の維持・管理を行うとともに、文書の改善を行い、

NITE 認定センターによる認定継続のための定期検査を

受審し、認定の継続を認められた。また、標準試料の各

種情報をデータベースとしてインターネット上で公開し

た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］国際標準、標準物質、地球化学、岩石、

土壌、化学組成 

 

［テーマ題目46］浅層反射法地震探査の機動力確保（運

営費交付金：地質分野理事費） 

［研究代表者］伊藤 忍（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 忍、山口 和雄（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 少人数での浅層反射法地震探査を効率的に実施できる

ようにすることを目的として、可搬型バイブレーター震

源装置を導入した。導入した震源装置の性能を確認する

ために、埼玉県寄居町・深谷市で浅層反射法地震探査を

実施した。初期的な処理の結果、少なくとも深度50メー

トル程度までの S 波構造を得られることが示された。

また、条件によって、あるいはより精緻な処理によって、

さらに深部の構造を得られることが期待できることが示

された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］浅層反射法地震探査、バイブレーター震

源 

 

［テーマ題目47］噴火推移把握と評価技術の開発（運営

費交付金：地質分野理事費） 

［研究代表者］篠原 宏志（マグマ活動研究グループ） 

［研究担当者］篠原 宏志、高田 亮、宝田 晋治、 

川辺 禎久、古川 竜太、及川 輝樹、

石塚 吉浩、星住 英夫、J. Bandibas 
       （常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 我が国の大規模火山の多くの事例を俯瞰可能なデータ

集としてまとめ、噴火・前兆現象の共通項と差別要因を

抽出することにより、個別噴火の事例研究に留まってき

た噴火推移に関する理解を、将来予測に資する噴火推移

過程の類型化に基づく噴火推移規制要因のモデルに発展

させる事を目指す。文献記録から噴火推移情報を抽出す

るための手法を検討し、共通のフォーマットを作成した。

そのフォーマットに基づき、日本列島における最近400

年間の噴火の中で、推移が把握できる程度に詳しい記録

が存在し、かつ VEI4（火山爆発指数）ないし噴火マグ

ニチュード4以上のプリニー式噴火13噴火について、各

噴火の推移情報を関連文献の調査によりとりまとめた。 

 巨大噴火に至る噴火履歴に関するこれまでのインドネ

シアとの共同研究で、巨大噴火前の1万年から数千年間

では活動度が低下していたこと、巨大噴火直前には様々

な前兆現象が認められることが明らかとなった。今年度

インドネシアの研究所との共同研究の結果、下記の成果

が得られた。(1)ジャワ島からスンバワ島までの間で、

既存の DB より、活動度が急激に静穏になっている8火

山を抽出した。静穏期間が1000年以上続いている火山も

認められた。(2)中部ジャワで、静穏期間が続く隣接す



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(423) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

る Sumbings 火山と Sundro 火山で、静穏期間を示す小

規模噴火噴出物と土壌を調査し，年代測定試料を採取し

た。 

 高精度な噴火推移予測のための評価技術を向上させる

ため、雲仙火山1991-95年火砕流を対象に、Titan2D を

用いて、雲仙火砕流の流動堆積過程の再現性の検証を行

った。本年度は、噴火当時の主要イベントごとの地形デ

ータ及び分布図を作成し、溶岩ドーム崩壊量、初速、内

部摩擦角、底面摩擦角等を変化させた上で数値シミュレ

ーションを実施し、観測された崩落量、流速変化、到達

時間、分布域と比較した上で、主要火砕流イベントの挙

動を再現できる最適解の解明を試みた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、噴火推移、噴火予知 

 

［テーマ題目48］東南アジアと東アジアのデルタにおけ

る 統 合 的 地 質 ア セ ス メ ン ト 研 究

（CCOP-DelSEA II プロジェクト）（運

営費交付金：地質分野理事費） 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀、松本 弾（活断層・地震研

究センター）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 地質調査総合センターが推進する CCOP 関連プロジ

ェクトの「地球環境基盤としての東・東南アジア地域の

地球科学情報整備プロジェクト」の中で、東南アジアか

ら東アジア沿岸域の保全と防災に資するため、これらの

地域を対象に、CCOP-DelSEA プロジェクト「東南ア

ジアと東アジアのデルタにおける統合的地質アセスメン

ト研究」を推進した。平成25年度は、2014年3月16日か

ら22日にインドネシアのバンドンにあるインドネシア 

エネルギー鉱物資源省 研究開発庁 海洋地質研究開発セ

ンター（別称：海洋地質研究所 MGI）において、第5回

会合（CCOP-GSJ/AIST-MGI Workshop on Coastal 
Geology and Hazards）を開催し、8ヶ国から約70名の

参加者があった。会議は、バンドンの MGI において2

日間の研究発表と、3日間の巡検・MGI チレボン支所で

の討議から構成された。DelSEA 会合では、沿岸域の地

形と堆積物、ボーリングコア試料、海域の音波探査結果

を総合してどのように解釈し、海陸を統合した沖積層の

層序や古環境復元を行うか、また沿岸侵食に対してこの

ようなデータをどのように活用し、またどのようなデー

タ取得が必要かに焦点が当てられた。海域において採取

されたボーリングコア3本の年代測定結果を用いての解

釈が、コア試料や音波探査結果と合わせて、討議された。 

 平成24年にマレーシアで開催された第4回会合に合わ

せて行われたマレー半島の完新世の海水準変動の共同

研究の結果をマレーシアテレンガヌ大学と共同で国際

学術誌に投稿した。 
［分 野 名］地質 

［キーワード］CCOP、デルタ、沿岸、沖積層、 

DelSEA 

 

［テーマ題目49］重レアアース鉱床の探査技術の実用化

（運営費交付金：戦略予算） 

［研究代表者］下田 玄 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］下田 玄、後藤 孝介（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

天然の試料から鉛を分離し、その同位体比の測定を行

うためには、重要なのは環境からの汚染の低減である。

空気中には主にガソリン等の石油の燃焼に起因する鉛が

存在するので、鉛濃度やその同位体の測定には通常クリ

ーンルームが用いられる。しかし、クリーンルームの製

作や維持管理には多大なコストが掛る。そこで、低コス

トで環境からの影響を除去する為の、閉鎖系での前処理

を目的とした研究を行った。今後、これを完成させ、熱

水鉱床の主要構成元素である銅・亜鉛・鉛の同位体比測

定の開発を行う。亜鉛も環境からの汚染が深刻な元素で

あるので、閉鎖系での分離法の確立が期待される。これ

を実用化することで、海底の元素循環の推定を行い、重

レアアースが濃集している資源泥の調査指標開発に資す

る研究に発展させる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底鉱物資源、テクトニクス、沖縄トラ

フ、フィリピン海プレート、地球化学、

岩石学 

 

［テーマ題目50］地球観測グリッド GEO Grid の研究

（運営費交付金：戦略予算） 

［研究代表者］宮崎 一博（地質情報研究部門） 

［研究担当者］西岡 芳晴、宝田 晋治（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度に開発・公開した「シームレス地質図3D」

の動作環境制限・機能制限の問題を解決するために、あ

らたに WebGL を用いた新しい「シームレス地質図3D」

の開発を行い、テストアプリケーションを作成、試験公

開を行った。さらに、GEO Grid 火山重力流シミュレー

ションシステムを高度化し、新たに G-EVER 次世代型

火山災害予測支援システムとして公開した。火山災害予

測支援システムは、火山の噴火履歴、火山噴火データベ

ース、シミュレーションを統合化したシステムである。

これまでのエナジーコーンによる評価支援システムに加

えて、Web 上で実行可能かつ高精度な Titan2D による

評価支援システムを開発した。また、国内の火山につい

ては10m メッシュ精度での評価ができるシステムとし

た。今後、G-EVER による火山災害予測支援のための

中核システムの一つとなる予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地質図、数値化、3D、シームレス地質 
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図、WebGL、GEO Grid、G-EVER、

シミュレーション、火山、災害、評価、

Titan2D 

 

［テーマ題目51］沖縄トラフ東縁海域の海底鉱物資源ポ

テンシャル調査（運営費交付金：戦略予

算） 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、下田 玄、荒井 晃作、 

片山 肇、針金 由美子、山岡 香子、

石塚 治、佐藤 太一、佐藤 智之、 

板木 拓也、天野 敦子、後藤 孝介 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

我が国で鉱物資源の供給不安が広がる昨今、海底に賦

存する鉱床の存在が注目されている。本研究では、久米

島西方の海底火山域において海底地質調査を実施し、新

たな海底熱水鉱床の発見の基礎となる海底地形・地質デ

ータの収集と解析が目的となる。沖縄県硫黄鳥島周辺海

域における海洋地質調査の結果、硫黄鳥島西方海域で熱

水活動の密集地帯を、硫黄鳥島北方海域で塊状硫化物の

生成を伴う熱水活動域を発見した。これらの結果はプレ

ス発表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底熱水活動、プルーム、海底カルデ 

ラ、硫黄鳥島堆 

 

［テーマ題目52］伸縮自在なセンシングデバイスの開発

（運営費交付金：戦略予算） 

［研究代表者］三田 直樹（地質情報研究部門） 

［研究担当者］三田 直樹、金井 豊、岡崎 智鶴子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

情報通信・エレクトロニクス分野の4ユニットと共同

で、センサの曲面への設置やウェアラブル化を目指して

伸び縮みした状態でも圧力が検出可能なセンシング技術

の開発に寄与するため、当部門では柔軟性が高くストレ

ッチャブルな基板の作製に関する研究を分担する。当部

門では、立体化石や立体地形など任意の形状をもつ三次

元表面に貼り付け可能なシートの作製技術を有しており、

これを活用してストレッチャブルなシート基盤の作製研

究を行った。作製したシートは伸縮可能であったが、圧

力センサに用いるには耐久性に課題があったため、素材

や混合比の検討などを行って問題点の改善を図った。シ

リコン樹脂とのブレンドフィルムでは電極の印刷が可能

であり、可逆的な伸縮が確認できた。またメッシュ繊維

とのブレンドではウェアラブルセンサ用基材としての応

用が期待できるような人肌に近い粘弾性が観察され、十

分な強度を有することが判明した。更に、印刷時におけ

る耐薬品性や耐熱性についても検討し、印刷手法を選択

することでストレッチャブル基盤の作製が可能であるこ

とを明らかにできた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］3次元、伸縮自在素材、シート 

 

［テーマ題目53］アジアの海岸沿岸域における基礎地質

情報と環境保全に関する研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀、西村 清和 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 アジアの海岸沿岸域における基礎地質情報と環境保全

に資するため、中国地質調査局青島海洋研究所、華東師

範大学等と共同研究を行った。青島海洋研究所との共同

研究では、旧黄河河口が位置していた江蘇省沿岸域の過

去約100年間の海岸侵食量を古地理図、海図、海域の音

波探査データを総合してとりまとめた。海域の音波探査

結果については層序と堆積様式の変化を国際学術誌から

発表した。またこれらのデータを総合的に解析した結果、

黄海から東シナ海に運搬される土砂の大半が同地域の沿

岸侵食によるものであることが明らかになり、国際学術

誌に投稿した。渤海沿岸の完新世初期の古環境に関して

は、ボーリングデータと音波探査結果を取りまとめて国

際学術誌に投稿した。華東師範大学とは、9千年前から8

千年前の急激な海水準上昇に焦点をあてて、ボーリング

試料の解析を行っている。8.5−8.0千年前の海面上昇に

ついては国際学術誌から発表し、9.0−8.5千年前の上昇

については引き続き解析中である。ベトナム沿岸域にお

いては、ドイツのキール大学と共同で、メコンデルタ周

辺域の完新世初期の9.0–8.0千年前の急激な海面上昇に

関してデータのとりまとめを行い、国際学術誌に投稿し

た。また完新世中期の高海面については、高海面の存在

を国際学術誌から発表した。 

 IPCC 第5次評価報告書の第2ワーキンググループにお

いて責任執筆者として報告書原稿作成に参加した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］アジア、デルタ、沿岸、平野、地球環境 

 

［テーマ題目54］流況制御と鉄鋼スラグを利用した沿岸

環境保全と再生に関する研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］高橋 暁（沿岸海洋研究グループ） 

［研究担当者］高橋 暁、谷本 照己、山崎 宗広、 

長尾 正之（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 製鋼スラグの一種である脱リンスラグが海砂に代わる

人工アマモ場土壌としての適応性、優位性を評価するた

め、脱リンスラグと浚渫土の各種混合比からなる土壌に

おけるアマモ大型水槽実験を行った。結果は、実験開始
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1年未満では浚渫土の割合が多いほど生育が良かったも

のの、1年以上経過後ではスラグ100%土壌においてもア

マモの生育が良好となった。このことから、人工アマモ

場土壌として脱リンスラグが適用できることが明らかと

なった。 

停滞性の強い大阪湾奥部を対象に各種工法を適用した

水理実験結果を整理・解析し、環境再生手法として流況

制御技術を評価した結果、海水交換促進を目的とした流

況制御技術の効果を示すことができた。また、前年度に

引き続き、瀬戸内海大型水理模型で得られた潮流データ

の解析結果を瀬戸内海全域の潮流分布図や最大潮流図、

成層強度図として整理し、インターネットによる情報公

開を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］流況制御、スラグ、アマモ、海水交換 

 

⑤【地質調査情報センター】 
（Geoinformation Center） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第7 

人 員：19名（6名） 

概 要： 

 地質調査情報センターは、産業技術総合研究所内の

地質分野の研究部門・研究センター・研究コア・地質

分野研究企画室・地質標本館等との密接な連携のもと

に、地質・地球科学に関する信頼性の高い、公正な地

質情報を国民に提供している。また、国土の利用、地

震・火山噴火等の災害対策、資源の確保、環境問題な

どへの対応に効果的に使われるべき公共財として、地

質情報の活用の利便性向上を図っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 
 
［地質調査情報センター］センター長 渡部 芳夫 
次長   土田 聡 
総括主幹 菅原 義明 栗原 文夫 
［地質・衛星情報整備企画室］       室長 吉川 敏之 
［地質・衛星情報アーカイブ室］     室長 栗原 文夫 
［地質・衛星情報サービス室］    室長 中野 俊 
--------------------------------------------------------------------------- 
地質・衛星情報整備企画室 

（Geoinformation Management Office） 
（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質・衛星情報整備企画室は、地質の調査に係る数

値情報の統合及び提供に関すること、地質の調査に係

るデータベースの統合及び提供に関すること、衛星情

報と地質情報との統合に関すること、地質の情報に係

る連携及び融合に関することを担当する組織として、

地質調査総合センター全体における研究情報の集約・

共有・発信のあり方を検討するとともに、地理空間情

報にかかるデータ整理とクラウドコンピュータ上での

データベースシステムの構築・運用、および利用規約

の改定を行った。 

 また、地質調査総合センターにおける研究成果発信

の 標 準 化 の た め に 、 国 際 標 準 規 格 で あ る

WMS/WMTS 形式での配信を正式に開始した。さら

に、地質図製作から出版までのペーパーレス化・内製

化の実現を目指し、工程を電子化する試みの一環とし

て、5万分の1地質図幅2区画の製作を進めた。そして、

ユーザーによりわかりやすいサイト実現のために、非

専門家向けの新たなポータルを製作した。 

 

地質・衛星情報アーカイブ室 

（Geoinformation Archive Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質・衛星情報アーカイブ室は、「地質の調査」に

関わるメタデータの整備及び提供、地質文献資料・地

質図等の収集・管理及び地質調査に係わる基礎データ

のアーカイブに関する業務を掌る。メタデータの整備

については、地質文献データベース及び政府クリアリ

ングハウスにおいて、それぞれの管理・運営とデータ

の追加更新及びシステム改修等を行った。文献資料・

地質図等の収集活動については、国内外関連機関との

文献交換等を通じて行った。文献収集活動等の情報の

整備とデータベースによる提供を組織的に行うことに

より、地質情報の活用を促進した。既刊出版物の管

理・頒布・払い出し・オンデマンド印刷を行った。地

質図幅調査に係わる調査時基礎データのアーカイブに

関しては、アーカイブシステムの基本構成部分の作成

と、提出をされたアナログデータの電子化と保管作業

を行った。 

 

地質・衛星情報サービス室 

（Geoinformation Service Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質衛星情報サービス室は、産総研の「地質の調査」

業務に基づく地質・地球科学に関する研究成果の出版

及び管理、地質情報の標準化整備及び数値化、並びに

これら研究成果の普及に関する業務を行った。研究部

門・センターで作成された地質図・地球科学図の編集

と出版、研究報告書の編集と出版、数値地質図やデー

タ集の CD-ROM 出版を行った。地質出版物・データ

ベースの著作物利用申請には59件対応した。 

 地質情報整備では地質情報に関する標準化を進めて

おり、既刊地質図類のラスタデータ整備を実施した。

また、地質標本館及び地質分野研究企画室と協力して

地質情報展等の地質関連イベントで成果普及活動を行
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うとともに、地質図類のより一層の利活用促進を目指

し、Web 等を通じて研究成果品の紹介・普及を進めた。 

 地質調査総合センターの Web サイトの維持・管理

を継続した。オープンデータ施策に対応するため、ダ

ウンロードサイトの登録制を廃止した上で、40区画分

の5万分の1地質図幅 Shapefile と kml のベクトル形

式のデータを追加公開した。 

 

地質の調査 

① 地球科学図 

 本年度の各種地質図類の編集・発行は、5万分の1地質図幅3件（冊子6件）、海洋地質図2件、重力図2件、火山

地質図1件、200万分の1地質編集図1件（冊子1件）、特殊地質図1件、水文環境図1件である。 

刊 行 物 名 
件  数 

発行部数 摘        要 
図類・冊子 

5万分の1地質図幅 3・6 各1,500  
新居浜（冊子）、京都東南部（冊子）、青森西部（冊子）、今庄

及び竹波、八王子、早池峰山 

海洋地質図 CD-ROM 2 各1,000 
No.81 日高舟状海盆表層堆積図 

No.82 奥尻海盆表層堆積図  

重力図 2・0 各1,100 
No.29 姫路地域重力図（ブーゲー異常） 

No.30 徳島地域重力図（ブーゲー異常） 

火山地質図 1・0 2,000 No.1 桜島火山地質図（第2版） 

200万分の1地質編集図 1・1 2,000 No.11 日本の火山（第3版） 

特殊地質図 CD-ROM 1 1,000 No.40 関東平野中央部の地下地質情報とその応用 

水文環境図 CD-ROM 1 1,000  No.7 熊本地域 

 

② 地球科学研究報告 

 本年度の研究報告書は、地質調査研究報告が第64巻1/2号～11/12号6件、活断層・古地震研究報告1件、地質調査

総合センター速報3件である。 

刊 行 物 名 件 数 発行部数 摘      要 

地質調査研究報告 6 各200 Vol.64 No.1/2,3/4, 5/6,7/8,9/10,11/12 

活断層・古地震研究報告 1 1,550 活断層・古地震研究報告 第13号（2013年） 

地質調査総合センター速報 3 

300 

500 

300 

 

No.62 平成24年度沿岸域の地質・活断層調査研究報告 

No.63 巨大地震による複合的地質災害に関する調査・研究中間報告 

No.64 沖縄周辺海域の海洋地質学的研究平成25年度研究概要報告書 

 －徳之島周辺海域－ 

 

③ 刊行物販売状況 

 研究成果普及品のうち「地質の調査」に係るものは、地質情報等有料頒布要領（21要領第61号）により、地質調

査情報センター及び地質標本館が有料頒布業務を遂行することになっている。平成25年度は、下記のように有料頒

布を実施し、収入を得た。 

○平成25年度 研究成果普及品頒布収入 

 地球科学図及び地球科学データ集              7,029,214円  

内     訳 頒布部数 頒布金額 

委託販売収入（4社合計） 3,474 5,465,488 

直接販売収入（地球科学図ほか） 409 892,755 

直接販売収入（オン・デマンド） 533 670,971 

合    計 4,416 7,029,214 

普及出版物及び絵葉書                    611,280円       

内     訳 頒布部数 頒布金額 

直接販売収入（普及出版物ほか） 924 611,280 
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○平成25年度 シリーズ別 頒布部数トップ5 

 

 

 

 

 

 

 

○平成25年度 出版物別 頒布部数トップ10 

シリーズ名 出 版 物 名 頒布部数 

5万分の1地質図幅 京都東南部 145 

200万分の1地質図幅 日本の火山（第3版） 92 

火山地質図 阿蘇火山地質図 77 

5万分の1地質図幅 新居浜 70 

数値地質図 20万分の1 日本シームレス地質図 DVD版 64 

5万分の1地質図幅 青森西部 57 

5万分の1地質図幅 今庄及び竹波 54 

火山地質図 桜島火山地質図 46 

火山地質図 伊豆大島火山地質図 45 

5万分の1地質図幅 早池峰山 44 

 

④ 文献交換 

 「地質の調査」に係わる研究成果物をもとに、国内外の「地質の調査」に関係する機関と文献交換を行い、地質

文献資料の網羅的収集に努めている。さらに、収集資料の明確化と広範囲の利用者の利便性を考慮して、地質文献

データベースを構築し、インターネットで公開を行っている。 

 

 国内外交換先 

 
計 JAPAN EUROPE ASIA AFRICA U.S.A. 

CANADA & C. 
AMERICA 

SOUTH 
AMERICA 

OCEANIA 

国 数 155 1 36 40 43 1 11 12 11 

機関数 1,091 436 224 173 59 81 33 48 37 

 

 交換文献内訳 

 
計 地質調査研究報告 その他報告類 

地域地質研究報告 

（5万分の1地質図幅） 
その他図幅 CD-ROM 

件 数 25 7 2 5 5 6 

所外送付部数 3,924 1,099 432 546 622 1,225 

国外送付部数 4,638 84 454 1,217 1,217 1,666 

 

⑤ 文献情報活動 

 文献交換等で収集した地質文献資料の効果的・効率的な利用を目指して、地質文献データベースを（統合版

GEOLIS 及び貴重資料データベース）構築し Web を継続している。今年度は、統合版 GEOLIS の高度化（全て

のデータにパーマリンクの付与及び他デーベースからの検索機能追加等）を公開し、オンラインジャーナル情報の

RSS 取得を開始した。また、ユーザーインタフェース（検索方法 help の表示、検索後のソート機能追加等）の改

良・公開を行った。統合版 GEOLIS の蓄積データ数は439,762件（うち位置情報データは43,820件）、Web 公開で

597,456件のアクセス数である。貴重資料データベースのアクセス件数は31,238件、登録数は21件であった。 

 

 

シリーズ名 頒布部数 

5万分の1地質図幅 1,812 

20万分の1地質図幅 556 

数値地質図 496 

火山地質図 299 

海洋地質図 187 
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 受 入 

 
単行本（冊） 雑誌（冊） 地図類（枚） 

研究資料集・

受託研究資料 

電子媒体資料

（個） 

購   入 301 128 28 0 14 

寄贈・交換 43 3,594 419 22 172 

計 344 3,722 447 22 186 

 製本・修理 （冊） 1,441 

 

 地質文献データベース（アクセス件数は平成26年3月まで） 

 登録数 登録総数 アクセス件数 

統合版 GEOLIS 
（GELIS+・G-MAPI 含む） 

16,984 439,762 597,456 

貴重資料データベース 21 555 31,238 

計 17,005 440,317 628,694 

 

 閲覧・貸出など情報提供 

所外閲覧者 
入館者 

（括弧内外国人） 
閲覧件数 貸出件数 返却件数 

245 5,491(62) 6,036 5,457 5,832 

 

 地質文献複写外部委託 

件数（件） 通常コピー（枚） カラーコピー（枚） 電子媒体（部） 

452 15,648 330 2 

 

⑥ メタデータ及びデータベースの整備 

 「地質の調査」の成果である地質図・地球科学図等の情報に関し、インターネットを通じて利活用出来るよう、

メタデータ作成、数値化及びデータベース化を行っている。 

 メタデータ整備業務では、電子政府クリアリングハウス用の地理標準フォーマット JMP 第2版に基づくメタデ

ータを1,622件整備し Web 公開した。 

 

⑦ 数値化・地理空間情報の配信 

 地質図類ベクトル数値化整備業務では、5万分の1地質図幅93図幅、火山地質図4図幅をベクトル数値化し、デー

タの校正・編集を行った。5万分の１地質図幅40図幅の Shapefile と kml 形式のベクトルデータを公開した。 

 

○平成25年度 地質図・地球科学図データベース及びメタデータ整備 

１．地質図・地球科学図データベース整備（件数） 

5万分の1地質図幅、海洋地質図幅の数値化数 97 

5万分の1地質図幅ベクトルデータ公開 40 

２．メタデータ整備（件数） 

電子政府クリアリングハウス：メタデータ登録数 1,622 

 

⑧ 5万分の1地質図幅調査に係わる調査時基礎データのアーカイブ作成 

 今年度は、アーカイブシステムの基本構成部分の作成と、保管機材の整備を開始した。併せて、提出を受けたア

ナログデータの電子化と保管作業を行い、作業手続きの高度化を図った。 
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⑥【地質標本館】 
（Geological Museum） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第7 

人 員：16名（9名） 

概 要： 

地質標本館は、世界的にユニークな地球科学専門の

博物館として、地質標本、地球科学全般と地球の歴

史・変動のメカニズム、人間生活との関わりについて

展示し、土・日・祝日も開館している。また、地球科

学の普及、地質調査に関する広報および地質相談業務、

地質試料等の整備・調製、並びにこれらに係る研究な

どに関する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［地質標本館］ 館長  利光 誠一 

副館長     下川 浩一 

総括主幹    大和田 朗 

キャリア主幹  西澤 良教 

［企画運営グループ］ 

グループ長  渡辺 真人 他 

［地質試料管理グループ］ 

グループ長  角井 朝昭 他 

［地質試料調製グループ］ 

     グループ長（兼）大和田 朗 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

企画運営グループ 

（Museum Management Group） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 企画運営グループは、展示施設の維持管理、館内で

の特別展示や行事・外部イベント出展などの企画・調

整・運営を行っているほか、ジオパーク、ジオネット

ワークつくば、地質情報展など、産総研地質分野を代

表して、外部機関との連携をとりながら行うアウトリ

ーチの推進業務を行っている。また、GSJ 地質ニュ

ースの編集・発行を行う他、「地質相談所」を窓口と

して、所内外からのさまざまな階層の地質相談業務を

行っている。 

 

地質試料管理グループ 

（Curating Group） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質試料管理グループは、地質試料の整備、管理・

保管、登録、利用支援、アーカイブ、データベース化

並びにこれらに関する研究を行っている。 

 

地質試料調製グループ 

（Quality Petrographic Section Group） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質試料調製グループは、地質の調査・研究に不可

欠な岩石試料等の薄片・研磨片等の作製を行う他、独

自の作製方法を開発することにより、更なる難試料作

製に応じられるよう努めている。その他、作製現場の

見学、技術相談、指導等の要請にも応じている。 
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平成25年度 地質標本館行事一覧 

実施期間 特別展および速報 講演会 移動地質標本館 イベント 入館者・参加者 

2013/4/15～5/10   
地質の日関連イベント 

経産省本館ロビー展示 
   

2013/4/16～5/31 

春の特別展示 第３回火山

巡回展「霧島火山」－ボラ

（軽石）が降ってきた！新

燃岳の噴火とその恵み－ 

   入館者 4,928人 

2013/4/20   

地質標本館特別

講演会「霧島山

新燃岳噴火の謎

に迫る」 

   参加者 47人 

2013/5/11      
地質の日関連イベント：作って学べる工作

コーナー 
入館者 213人 

2013/5/11～12    
つくばフェスティバル

2013ブース出展 
 

来場者延べ 

80,000人 

2013/5/19～24 
 

 
  

地球惑星連合大会ブー

ス出展 

 

 
 

2013/7/16～9/29 

夏の特別展「地球の恵み 

地熱・地中熱エネルギーを

利用しよう」 

 

 
  入館者 17,374人 

2013/7/20    
つくばセンター一般公開（薄片見学ツアー

及び地中熱ミニツアー実施） 
入館者 2,325人 

2013/7/20  

特別講演会「地

中熱利用の現状

と展望」 

  入場者 82人 

2013/7/20〜24   

国際火山学地球内部化

学協会2013年学術総会

ブース出展 

  

2013/7/25～26   
 

 

サイエンスフェスタ in
秋葉原 

  入場者 81人 

2013/8/3       夏休みイベント：石をみがいてみよう 参加者 18人 

2013/8/10   

  

 

 

東北センター一般公開  来場者 555人 

2013/8/23      夏休みイベント：化石クリーニング教室  参加者 20人 

2013/8/24      地球何でも相談日 相談数 31件 

2013/9/14～16      地質情報展2013みやぎ（仙台市科学館） 来場者 2,118人 

2013/10/5      

野外観察会「地層の観察会―茨城県県北地

域の化石産地を訪ねて」 

（国立科学博物館との共催） 

来場者 40人 

2013/10/19～20     

つくば産業フェア出展 

「化石クレイモデルを

作ろう」 

 参加者 248人 

2013/10/25    中国センター一般公開  来場者 662人 

2013/10/31  

オープンラボ講

演会「地中熱の研

究における水文地

質情報の活用」 

   

2013/10/3～11/1    産総研オープンラボ 入館者 850人 

2013/11/9～10  

 

 

 

つくば科学フェスティ

バル2013出展 

「化石のレプリカ作

成」 

 来場者 16,539人 

2013/11/12 

～2014/2/2 

冬の特別展示「地質情報展

2013みやぎー大地を知って

明日を生かすー」 

     入館者 5,046人 

2013/12/1   
青少年のための科学の

祭典・日立大会 
 参加者 322人 

2014/2/8～9    
産総研キャラバン2014

郡山 
  

2014/2/23    
サジオネットの日（つくばエキスポセンタ

ー） 
来場者 809人 

2014/2/25～26   
おおいたジオ国際フォ

ーラム ブース出展 
 来場者 918人 

2014/3/4～6/29 
春の特別展「地質の目でみ

る地震災害の連鎖」 
   

入館者 1,915人

（3/31までの入

館者数） 

2014/3/15 
  

 
   自分で作ろう：化石レプリカ 参加者 32人 

2014/3/16      

ジオネットワークつくば第27回カフェ：朗

読会宮沢賢治「楢の木大学士の野宿」－イ

ーハトーブの石たち」（つくば市役所） 

参加者 35人 

2014/3/23    
日本地学オリンピック とっぷ・レクチャ

ー 
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地質標本館 平成25年度 入館者総数 38,229人 

地域別入館者数内訳    

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

市内 1,046 538 314 3,197 4,215 523 383 521 270 193 414 377 11,991 

県内 500 809 283 1,187 1,640 663 593 806 241 323 302 390 7,737 

都内 526 607 159 359 767 296 792 820 139 120 146 352 5,083 

他県 719 1,023 485 1,114 2,885 1,130 1,187 1,486 861 504 482 967 12,843 

外国 32 23 39 50 56 51 44 77 51 55 25 72 575 

計 2,823 3,000 1,280 5,907 9,563 2,663 2,999 3,710 1,562 1,195 1,369 2,158 38,229 

              

職業別入館者数内訳    

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

小学 310 497 130 1,607 2,790 451 318 584 156 106 131 324 7,404 

中学 508 118 4 245 518 72 304 90 156 10 184 52 2,261 

高校 139 95 6 387 752 17 514 332 182 8 68 253 2,753 

大学 222 205 91 135 197 263 232 73 124 58 145 119 1,864 

教諭 102 75 37 132 336 104 114 107 82 56 67 78 1,290 

家庭 874 1,092 484 2,192 3,502 1,009 626 1,249 452 417 428 767 13,092 

一般 668 918 528 1,209 1,468 747 891 1,275 410 540 346 565 9,565 

計 2,823 3,000 1,280 5,907 9,563 2,663 2,999 3,710 1,562 1,195 1,369 2,158 38,229 

 

団体見学への館内説明対応件数 198件 

団体見学への館内説明対応実績内訳   

  区分 件数 内容 

学校関係 

小学校 14 地層・岩石の話 

中学校 11 地層・岩石の話 

高校 43 地質調査に係る研究成果紹介 

高等専門学校  1 地質調査に係る研究成果紹介 

大学 7 地質調査に係る研究成果紹介 

視察・VIP 視察・VIP 26 地質調査に係る研究成果紹介 

海外研修生 海外研修生 11 地質調査に係る研究成果紹介 

その他（一般団体） その他（一般団体） 85 地質調査に係る研究成果紹介 

合  計   198   

 

職場体験学習生・研修受入   

職場体験学習生 

つくば市立竹園東中学校 3人 1日間(3人) 展示解説とイベント教材作製 

土浦市立土浦第四中学校 1人 1日間(1人) 展示解説とイベント教材作製 

芝浦工業大学柏中学校 4人 1日間(4人) 展示解説とイベント教材作製 

 

博物館実習 

千葉大学 3人  9日間(3人) 

 

 

 

博物館業務に係わる試・資料の収集・保

管・展示等の指導 

 

 

 

筑波大学   6人 

 

12日間(4人) 

 7日間(1人) 

 5日間(1人) 

工学院大学  1人 10日間(1人) 

帝京大学   1人  7日間(1人) 

東京農業大学 2人 10日間(2人) 

川村学園女子大学  2人 10日間(2人) 

  

地質標本の利用指導 栃木県立博物館 2人  1日間(2人) 標本の取り扱い方指導 

  

薄片技術指導 
丸本ストルアス株式会社 1人  4日間(1人) 湿式法による薄片作製技術の指導 

国立大学法人北海道大学  1人  4日間(1人) 乾式法による平面性の追求について指導 
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⑦【深部地質環境研究コア】 
（Research Core for Deep Geological Environments） 

（存続期間：2007.4.1～ ） 

 

研究コア代表：渡部 芳夫 

 

所在地：つくば中央第7 

人 員：1名（1名） 

経 費：327,883千円（15,954千円） 

 

概 要： 

 研究コアとしての設立は、2007年に原子力安全・保

安院より、産総研が実施する放射性廃棄物地層処分に

対する安全規制の技術的支援研究を、代表制を持って

統括するしくみを強く要請され、政策当局、関連機関

等との調整、協力において、組織的代表制が不可欠と

なったことによる。 

 本研究コアの課題とミッションは、産総研地質分野

において、放射性廃棄物地層処分事業の概要調査結果

の規制庁レビュー等における、地層処分の安全基準を

策定していくために必要となる調査研究を実施するこ

とであり、産総研地質分野の研究戦略（戦略課題3-

(2)高レベル放射性廃棄物の地層処分のための地質環

境評価）に基づき、地質情報研究部門、活断層・地震

研究センター、地質調査情報センターの研究者等42名

（常勤職員35名、契約研究職員7名）が研究コアメン

バーとして実施した。 

 本研究コアの対外的な代表性に基づく活動は、現原

子力規制委員会原子力規制庁等の安全規制機関への技

術支援等の活動と、規制支援研究機関との協力、なら

びに上記の外部要請に基づいた外部資金プロジェクト

の運営・統括等からなる。 

 原子力の安全研究の推進を目的として、地層処分の

安全規制支援研究機関である原子力安全基盤機構、日

本原子力研究開発機構との間で平成19年10月4日に締結

された、独法間研究協力協定「放射性廃棄物地層処分の

安全性に関する研究協力協定」の協定協力委員会を開

催し、今後の共同研究計画の策定等を行った上で、協

定独法の一つの原子力安全基盤機構の廃止を踏まえて、

平成25年度末での本協定の終了を決定した。なお本協

定の下で実施中の共同研究活動として、日本原子力研

究開発機構との間の共同研究｢深部地質環境における水

－岩石－微生物相互作用に関する調査技術開発｣（平成

26年3月末まで）を実施した。 

 なお、研究プロジェクト自体の成果は、研究コアメ

ンバーの所属する研究ユニット等の業務の一環として

実施したものであり、詳細な内容は各研究ユニットの

項に記述した。 

 

 

⑧【地質調査総合センター】 
（Geological Survey of Japan） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8567 つくば市東1-1-1 中央第7 他 

概 要： 

産業技術総合研究所地質調査総合センターは、以

下に示すように地質調査総合センター代表のもとに

構成される研究ユニット及び関連部署からなる産総

研内の「地質の調査」に関連する組織の総称である。

この組織はほぼ旧工業技術院地質調査所を引き継い

でおり、対外的には“Geological Survey of Japan”
の名称の基で、各国地質調査所に対して我が国を代

表する窓口となっている。 

 「地質の調査」は、産総研のミッションの一つとし

て位置付けられている。地質学及び関連科学の幅広い

分野にわたる研究者の属する地質調査総合センターは、

学際的・境界領域的研究分野の積極的開拓を目指した

連携体制を構築し、国の知的基盤整備の一翼を担うと

ともに、地震・火山噴火等の突発的地質災害発生時の

緊急調査・観測体制に対応する機能を持っている。ま

た、地質調査総合センターは、構成する研究ユニット

の地質分野における研究成果を一つの出口としてまと

め、旧工業技術院地質調査所の出版物刊行を引き継い

だ出版活動及び成果普及活動を実施している。さらに、

産学官連携活動の一環として、経済産業省知的基盤課

との適宜意見交換、関連業界団体である（社）全国地

質調査業協会連合会、地方公共団体等との定期懇談会、

産技連知的基盤部会・環境エネルギー部会等を開催し

ている。 
 地質調査総合センターでは、各研究ユニット等及び

研究管理・関連部署間の意思の疎通を図るために、毎

月、連絡会議を開催し、情報交換・意見交換等を行っ

ている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
関連組織（2014/3/31現在） 

 
［地質調査総合センター］ 
  代表 佃 栄吉 
研究ユニット等 

 ［活断層・地震研究センター］ 
   研究センター長 岡村 行信 他 
 ［地圏資源環境研究部門］ 
   研究部門長 中尾 信典 他 
 ［地質情報研究部門］ 
   研究部門長 牧野 雅彦 他 
 ［深部地質環境研究コア］ 
   代表 渡部 芳夫 
 研究管理・関連部署 
［地質調査情報センター］ 

   センター長 渡部 芳夫 他 
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 ［地質標本館］ 
   館長 利光 誠一 他 
 事務局 
 ［地質分野研究企画室］ 
   研究企画室長 伊藤 順一 他 
 
業務報告データ 
 日付 地質調査総合センター行事 
H25. 7. 10 第21回地質調査総合センターシンポジウ

ム「古地震・古津波から想定する南海ト

ラフの巨大地震」（秋葉原ダイビル） 
H25. 7. 17 ～ 9. 29 「地質標本館 夏の特別展 

地球の恵み 地熱・地中熱エネルギーを

活用しよう」（産総研つくば中央第7事業

所 地質標本館） 

H25. 9. 14 ～ 9. 16 「地質情報展2013みやぎ－大

地を知って明日を生かす－」（スリーエ

ム仙台市科学館） 

H25. 10. 19 ～ 10. 20 第2回 G-EVER 国際シンポ

ジウム,、第1回 IUGS・日本学術会議国

際ワークショップ「アジア太平洋地域の

災害とリスクマネージメント：沈み込み

帯の地震・津波・火山噴火・地すべり」

（仙台市情報・産業プラザ） 

H25. 10. 20 ～ 10. 26 東・東南アジア地球科学計

画調整委員会（CCOP）第49回年次総会

（仙台国際センター） 
H25. 11. 30 第22回地質調査総合センターシンポジウ

ム「アカデミックから身近な地質情報へ」

（AP 東京八重洲通り） 
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７）フェロー 

【フェロー】 

（AIST Fellow） 

 

所在地：つくば中央第2、第3、第4、第5、西 

 

概 要： 

 フェローは、理事長の諮問を受けて、研究者の代表

として他の研究者の指導にあたるとともに、特別な研

究を行っている。 

 平成25年度は、6人のフェローを置いている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図 

フェロー   十倉 好紀 

フェロー   浅島 誠 

フェロー   安藤 功兒 
フェロー   中西 準子 
フェロー   田中 充 
フェロー   清水 敏美 
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(2) 内部資金 

［研 究 題 目］がんバイオマーカー認識プローブの製品

化 

［研究代表者］佐藤 隆（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］佐藤 隆、久保田 智巳、久野 敦、 

梶 裕之、栂谷内 晶、成松 久、 

千葉 靖典、清水 弘樹、舘野 浩章、

石田 豊和、後藤 雅式、安形 清彦 

（常勤職員10名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 糖鎖医工学研究センターでは、これまでに独自に開発

した技術を活用して糖鎖バイオマーカーの開発に注力し、

肝臓、胆管、肺、卵巣、前立腺などのがんマーカーを中

心に、簡便な迅速測定 ELISA システムを構築し、診断

薬製造企業への技術移転に取り組んできた。 

 糖鎖バイオマーカー開発の基盤となるコンセプトは、

疾患特異的な糖鎖変化をもつ特定のタンパク質を「見つ

ける」ことと、「検出する」ことである。そのための方

法としては、タンパク質部分を抗体で、糖鎖変化を糖鎖

認識プローブで検出するサンドイッチ ELISA システム

構築が実用化への最短の道であるが、血清からの直接測

定を実現するためには、抗体と糖鎖認識プローブの性能

に依存するところが大きい。特に、糖鎖関連の高機能化

プローブの開発は重要な中核的技術であるにも拘らず十

分な検討がなされていない。 

 ノダフジレクチン（WFA）は、糖鎖バイオマーカー

開発の過程において、肝線維化、肝内胆管がん、肝硬変、

卵巣がんなどで健常人と患者を見分けるプローブとして

有効であることが明らかとなっている。現時点では、マ

ーカー検出においては天然物より精製した市販 WFA を

用いているが、レクチンの一般的な性質として、糖鎖認

識特異性が広く、結合力が弱いなどの問題があるため、

いくつかのマーカーで血清から直接かつ簡便な測定系の

構築には至っておらず、企業への橋渡しの主たる技術課

題となっている。この課題を克服すべく、我々はこのレ

クチン遺伝子の単離と野生型および特異性の異なる変異

型レクチンの生産に成功している。高機能化の道具とな

る遺伝子を得たことで、遺伝子工学的手法により、特異

性改変、多量体化、特異的ラベル化など、様々な検出系

に対応しうるレクチン開発が可能となっている。 

 以上の背景をふまえて、本課題では｢糖鎖認識プロー

ブの高機能化｣に注力し、糖鎖プローブとしての最も価

値が高い WFA を基にして、１）リコンビナント WFA
の安定・大量生産系の開発、２）糖鎖バイオマーカー検

出に特化した特異的プローブの開発を目標に研究開発を

進め、企業による試薬あるいは診断キットとしての販売

を目指している。まず、大腸菌と酵母などを用いて活性

型リコンビナントを生産する培養系を開発した。作製し

たレクチンを用いて、X 線結晶構造解析でレクチンと糖

鎖の結合を分子レベルで明らかにするべく、結晶化の条

件検討を行った。さらにその情報を基に高特異的な改変

レクチンのデザインを試みている。また、特定のマーカ

ー分子に対する選択性の向上、高感度検出のためのプロ

ーブの多量体化、標識／固定化技術開発、またマーカー

分子の糖鎖とタンパク質の双方を検出できるプローブの

開発についても検討を開始した。さらにレクチンに替わ

るマーカー糖鎖認識プローブの開発の検討を行った。今

後、得られた高機能化プローブを用いて血清中の微量バ

イオマーカー分子を高感度に検出する系の構築と実用化

を目指した実証試験を行う予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、疾患糖鎖バイオマーカー、プロー

ブ、レクチン、高感度検出 

 
［研 究 題 目］筑波大・企業三者連携による創薬支援技

術の開発 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、久保田 智巳、古川 功治、 

山崎 和彦、村木 三智郎、本間 一弘、

高島一郎、肥後範行、松田 圭司、 

菅生 康子、都 英次郎、広川 貴次、

榊田 創、金載 浩、都 英次郎 

鳥村 政基、愛澤 秀信、佐藤 浩昭、

岡崎 俊也、湯田坂 雅子、小倉 睦郎 

（常勤職員21名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、平成23年2月のアステラス製薬、筑

波大学との各機関トップの合意に基づき、三者連携活動

と し て 「 バ イ オ イ メ ー ジ ン グ 法 」、「 Fragment 
evolution（FE）法」、および「神経障害性疼痛」の研

究開発を行い、創薬支援技術の深化を進めることにある。

ライフ分野のみならず、情エレ、環エネ、ナノテク各分

野の産総研メンバーが結集し、それぞれの持つ独自の技

術を融合させつつ、アステラス製薬と筑波大学との連携

形態を構築している。 

 バイオイメージング法の目標は、中性子線捕捉療法

（BNCT）の適応拡大を実現できる関連技術の開発、

PET 画像検査を個別化医療へと進化させるためのコア

技術の開発であり、産総研の技術をベースにした装置製

造開発を実施している。FE 法の技術革新を目標に行う

研究開発では、アステラス製薬の蛋白質発現・精製、結

晶調製、X 線結晶構造解析、化合物設計・合成に関する

技術と、産総研独自の蛋白質発現・精製技術、結晶化支

援技術、溶液構造解析技術、インシリコ化合物設計技術

の融合を進めている。また、慢性疼痛治療技術の開発で

は、アステラス製薬と筑波大学が行う「ヒトを対象とし

た研究」では実施できない面を担当し、三者連携研究開

発の土台となる部分を担って進めている。 

 平成25年度の予算獲得による研究推進の結果、目覚し

い進展が得られるに至った。特筆すべきは、バイオイメ
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ージング法研究における PET 画像検査を個別化医療へ

と進化できるターゲット PET 検査の標的候補分子の開

発と、炭素繊維を担体としたホウ素製剤 DDS の開発で

ある。一方、FE 法研究では、世界的に社会貢献度の高

い NTD（Neglected Tropical Diseases: 顧みられない

熱帯病）治療のための創薬を実践しており、すでに合計

5つの標的分子を対象とし、化合物との複合体構造も約

600決定している。このうちいくつかについては化学修

飾による初期化合物伸長の過程に入っており、創薬支援

技術の深化だけでなく、Lead Compound 取得も視野に

入ってきた。また、神経障害性疼痛の研究では、ヒトに

近い脳構造を持つマカクサルを対象にして、視床後外側

腹側核に局所的な損傷を作成することで、異痛症様の症

状を持つモデル動物を確立した。このモデル動物では疼

痛患者と同じく第一次および二次体性感覚野において異

常な脳活動が生じることが示されたことから、脳損傷後

疼痛の評価系として有用であると考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオイメージング、がん、低侵襲性医

療、個別化医療、創薬支援技術、顧みら

れない熱帯病、結晶調製、X 線結晶構造

解析 

 
［研 究 題 目］上海交通大学との連携ラボを活用した国

際共同研究支援事業 

［研究代表者］久野 敦（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］久野 敦、梶 裕之、後藤 雅式、 

成松 久、松田 厚志 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 「基盤技術開発拠点」である産総研の次世代糖鎖研究

の核となる「進化型 GPomics 技術」を開発し、新規糖

鎖バイオマーカーの探索技術を確立するとともに、「技

術検証拠点」である上海交通大学との共同研究を推進し、

日本では短期間に収集することが困難な多数の患者試料

を用いた技術検証を「GPomics ラボ」で行い、体外診

断薬・治療薬の開発を加速することを目的とする。なお、

研究内容並びに成果の流出には十分注意し、戦略的な知

財取得を目指した。 

1) 進化型 GPomics 技術開発：組織グライコームマッ

ピング法では、がん細胞表層のある分子を標的とした

手法を確立後、100検体レベルの解析し、臨床的に有

用な糖鎖変化を検出できた。グライコプロテオーム

EXPO 法では、付加部位ごとの糖鎖不均一性を解析

する技術の開発を目標とし、解析プログラムの新規ア

ルゴリズムを開発し、実装したソフトウェアアソート

を試用した。 

2) 産総研発 GPomics 技術普及：ウイルス性肝炎患者

血清を1000症例収集し、肝線維化マーカーを測定した。

その結果、中国症例でも既存線維化測定技術に対する

優位性が見出された。治療効果判定への応用を示唆す

る結果も得られた。 

3) 産総研-上海交通大学ジョイントシンポジウム開

催：ライフ分野企画室、国際部の協力のもと、第13回

産総研・産技連 LS-BT 合同研究発表会と同時開催で、

「産総研・上海交通大学ジョイントシンポジウム ラ

イフサイエンスからロボット工学まで ～分野を超え

た日中連携～」を開催した。交通大学からは黄 震副

学長をはじめ20人以上の関係者が来日され、4分野の

それぞれの研究者から発表がなされた。連携ラボの共

同研究成果と今後の展開を紹介した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］グライコプロテオミクス、糖鎖バイオマ

ーカー、日中共同研究、技術移転 

 
［研 究 題 目］エネルギー資源を活用した分散型エネル

ギーマネジメント技術の開発 

［研究代表者］山崎 聡（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山崎 聡、安芸 裕久、村田 晃伸、 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 住宅部門の二酸化炭素排出削減や省エネルギーを達成

するために、太陽光発電、CO2ヒートポンプ給湯器、家

庭用蓄電装置などの様々な創エネ・省エネ機器が開発さ

れ、さらには住宅内の省エネルギー行動を支援するエネ

ルギーマネジメントシステムの開発も進められている。

しかし、全住宅に創エネ・省エネ機器を普及させること

には困難があるうえ、住宅どうしの連携を欠いた個別的

な省エネルギー行動の効果には限界が予想される。 

 本研究では、市民が個々に努力をするだけでなく、近

隣住宅と協力しあってエネルギーの有効利用を図ること

で低炭素社会を実現するために、複数住宅間でエネルギ

ー（電気や温水）の融通やエネルギー機器の共有と統合

的な最適制御を可能とするエネルギーマネジメントのた

めの統合運用システム技術の開発を行う。 

 平成25年度は、柱上変圧器下流の複数住宅を対象とす

る、太陽光発電、太陽熱温水器、ヒートポンプ等から構

成される住宅用エネルギーネットワークの統合マネジメ

ント実験として、温水融通実験により秋期と冬期におけ

る省エネルギー効果の評価に着手した。複数住戸に分散

設置された蓄電デバイスの制御手法の開発のための実験

設備を整備した。蓄電デバイスの運用アルゴリズムへの

蓄電池の充放電による劣化コストを考慮した経済性のモ

デルを構築した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギーネットワーク、住宅地域、統

合運用システム、データベース、シミュ

レーション、実証実験設備 

 
［研 究 題 目］膵臓癌治療用の低侵襲手術デバイスの開
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発 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、榊田 創、金 載浩、 

山岸 正裕、小倉 睦朗 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は、光通信や核融合研究で培われたシー

ズ技術を集め、低侵襲性手術の実現を確信できるプロト

タイプの装置デバイスを試作して使用し、すい臓がんの

克服におけるこれら技術の可能性を明らかにすることで

ある。 

 2011年、日本では28829人が、全世界では26.6万人が

膵臓癌で死亡したと推計されている。膵臓癌と診断され

た患者の平均生存期間は6か月で、外科手術に踏み切れ

るのは全体の15%しかない。膵臓癌は、肝臓がんや大腸

がん等と異なり、死亡率の改善傾向がみられないことか

ら、がん研究戦略「今後のがん研究のあり方について」

（厚生労働省がん対策推進協議会報告書）でも、解決の

必要な難治性がんの例として膵臓癌が取り上げられ、

「従来のアプローチとは異なる学問横断的な取り組み」

で行う「高度画像診断やがんの存在診断技術の研究開

発」の重要性が示されている状況である。 

［研究の目標］ 

 膵臓癌の克服には、「的確な存在診断技術の不備」と

「瘢痕と再発を識別できないことによる再手術・放射線

治療の不実施」を解決することが必須である。そのため

には、光通信での使用を目的に開発された「InGaAs 結

晶半導体」を高感度な近赤外光イメージングに転用する

こと、そして半導体製造・核融合のために研究されてき

た「プラズマ技術」を、止血技術に転用することで、解

決可能になると予想される。そこで、本研究は、膵臓癌

の存在診断を可能にする近赤外光イメージングが画像診

断装置と、術後瘢痕のない手術を実現するプラズマ止血

装置の開発を目標に実施している。 

［年度進捗状況］ 

 近赤外イメージングについては計測波長域を1900nm
まで拡大し、プラズマ止血装置については小型化、CO2

環境下でも効果的なプラズマ発生・制御の技術が必要で

あることから、該当する技術の確立を実施した。さらに

臨床で遭遇する膵臓癌患者の状態を再現したモデルマウ

スを用いた性能評価を実施するため、評価検討に必要な

実験の環境整備を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス、材料・ナノテクノロ

ジー、環境・エネルギー、 

［キーワード］膵臓癌、近赤外イメージング、プラズマ

止血装置、マウス疾患モデル、低侵襲医

療、画像支援手術システム、 

 
［研 究 題 目］グリーングリッド対応大電力汎用変換器

に関する研究 

［研究代表者］西澤 伸一（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］西澤 伸一、阿部 宜之、中島 昭、 

大橋 弘通、田中 保則 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 大電力汎用インバータの先駆けとなる大電力双方向絶

縁型変換器プロトタイプの試作、実証を行う。具体的に

は、変換器の基本ユニット試作、および基本ユニットの

直並列連携制御を軸に大電力インバータの汎用・量産化

技術の基礎実証を行う。あわせて、より小型高集積化を

可能とするための極限 IGBT モジュール技術、次世代

トランス技術を提案する。平成25年度においては、より

大電力変換器の汎用型仕様として260kVA ハイブリッド

変換器（Si-IEGT＋SiC-PiN ダイオード）を定め、また

従来品に対して体積1/3となる高周波パワートランスを

試作し、高周波リンク方式 DC-DC 変換器動作実証を行

った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］変換器、パワーエレクトロニクス、 

IGBT、トランス 

 
［研 究 題 目］ピッキングロボット技術の開発 

［研究代表者］中村 修（中国センター） 

［研究担当者］中村 修、松井 眞一、福山 誠司、 

土取 功、佐々木 義之、河井 良浩、

原田 研介、永見 武司、喜多 泰代、

吉見 隆、植芝 俊夫、増田 健、 

佐藤 雄隆、岩田 健司、永田 和之、

山野辺 夏樹（常勤職員14名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、産総研中国センターがコーディネータと

なり、知能システム研究部門、中国地域の企業、広島県

（公設研）、中国経済産業局と連携して、日本の製造業

が強くあり続けるために必要となる「中小企業支援のた

めのランダムピッキングロボットシステムの開発」を推

進する。知能システム研究部門の研究シーズを活用して、

低コストのランダムピッキングロボットシステムに必要

な基盤技術（対象物検出技術、把持・動作計画技術、シ

ステム化技術）の高度化を行うとともに、広島県立総合

技術研究所に対してはロボットシステム化の基盤技術の

開発支援及び人材育成を、企業に対しては人材育成を行

う。 

 連携体制構築のため、シグマ(株)、ダイキョーニシカ

ワ(株)、(株)ヒロテック、(株)ワイテック、広島県立総

合技術研究所、中国経済産業局、知能システム研究部門

及び中国産学官連携センターの30数名にてキックオフミ

ーティングを開催し、(株)ヒロテック光工場にて現場状

況の確認や研究課題の共有を行った。また、中国センタ

ーを連携拠点としてTV会議や打合せ会議を行い、研究

開発要素、分担、計画についての方向性を確認すると共
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に、「広島県産業用ロボット活用高度化研究会」の設立

に参画した。 

ランダムピッキングロボットシステムに必要な基盤技

術開発に関しては、企業側から挙げていただいたピッキ

ング作業の代表的な事例に適用できるように、対象物検

出技術、把持・動作計画技術、システム化技術の高度化

を進めた。対象物検出技術に関しては、広島県立総合技

術研究所への技術移転のための連携を実施した。また、

作成した検証用治具を用い、双腕ロボットによるピック

アンドプレイスの実証実験を行うためのコア技術を確立

し、県、企業側に展開できるように研究開発を実施した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］中小企業支援、低コスト、ランダムピッ

キングロボットシステム、人材育成、技

術移転連携活動 

 
［研 究 題 目］重レアアース鉱床の探査技術の実用化 

［研究代表者］中尾 信典（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］中尾 信典、高木 哲一、星野 美保子、 

児玉 信介、昆 慶明、徐 維那、 

江島 輝美（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、1)重レアアース鉱床の探査技術として重要

な鉱石中の微量成分の迅速分析技術開発、2)資源技術国

との技術交流などを主な目的として実施された。 

 1)鉱石中のレアアースを含む微量成分の分析において、

これまでの XRF 用ガラスビードを使用した LA-ICPMS
法では、元素濃度が低く検出限界が高い、白金ルツボか

らの汚染が無視できない、リチウム・炭素・硫黄など軽

元素の分析が困難、などの欠点があった。これらを克服

するために、超微粉砕した鉱石を圧縮ペレットに加工し、

直接 LA-ICPMS で分析する方法を開発した。このため

に、高速岩石粉砕装置の導入、LA-ICPMS 試料室の改

良、レーザーアブレイション装置のガルバノ照射機能を

強化するソフトウェア開発を実施した。また、圧縮ペレ

ット用ホルダの形状を、粉末試料を安定して保持できる

ように改良した。その他、レアメタル分析・選鉱設備の

電気設備、カソードルミネッセンス装置の更新等の高度

化改修を行った。 

 2)韓国地質資源研究院（KIGAM）および米国地質調

査所（USGS）との研究交流を進めた。KIGAM は、日

本同様にレアメタル鉱床の探査を積極的に進めており、

SHRIMP や物理探査手法を活用している。平成25年度

は、同研究院の研究内容や現状を把握すると同時に、蔚

珍市周辺で共同でリチウム雲母鉱床の調査を実施した。

USGS とは、レアアース鉱床に関するデータベース整

備、需給予測とマテリアルフロー解析で共同研究を推進

しているが、一部の研究が米国側の事情で遅延している

ことから、直接 USGS ツーソン支所を訪問し、具体的

な出版計画の打合せおよび今後の共同研究計画を策定を

行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］レアアース、レアメタル、化学分析、

LA-ICPMS、韓国、米国 

 
［研 究 題 目］地下微生物を利用したメタンガス合成技術 
［研究代表者］中尾 信典（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］中尾 信典、當舎 利行、坂田 将、 

眞弓 大介、吉岡 秀佳、竹内 美緒、

持丸 華子、片山 泰樹、田中 敦子、

坂本 靖英、西 祐司、加野 友紀、 

鎌形 洋一、玉木 秀幸、鈴村 昌弘、

鶴島 修夫、山田 奈海葉、 

塚崎 あゆみ、中里 哲也、東野 晴行、

井上 和也、匂坂 正幸（常勤職員22

名） 

［研 究 内 容］ 
１）CCS と微生物機能の融合効果の実証 

 山形県の油田から採取した油層試料を用いて、

CCS 環境を模擬した高温高圧培養実験により、顕著

な原油分解メタン生成活性を検出した。また、この高

温高圧培養実験で観察された原油分解メタン生成反応

に関与する主要な地下微生物種を特定した。 

 平成24年度に開発した地球化学的・分子生物学的な

原油分解メタン生成ポテンシャル評価技術を用いて、

資源創成型 CCS 技術の適合サイトを探索した結果、

国内油田から新たに2坑井を発見した。この坑井試料

を用いて、新たに CCS 環境を模擬した高温高圧培養

実験を開始した。 

 南関東ガス田においても原位置微生物による顕著な

ケロジェン分解メタン生成活性が検出され、深部帯水

層もまた資源創成型 CCS 技術の適合サイトである可

能性が見出された。 

 CCS 実施サイトにおけるフィジビリティスタディ

（FS）として、CO2-EOR の CO2モニタリング調査

（METI 受託研究）が進められている米国テキサス州

の Farnsworth 油田を対象として、情報収集と予備的

な微生物学的調査を行った。その結果、当該油田が資

源創成型 CCS 技術のモデルフィールドの一つとして

適当である可能性が示された。 

２）CCS と微生物機能の融合のためのリスク評価 

 CCS と微生物機能を融合させた資源創成型 CCS 技

術において、天然ガス資源の増進回収と温暖化ガス低

減効果をより精度高く定量的に評価することを目的と

して、地下微生物のメタン生成反応を組み込んだ

CO2-CH4挙動シミュレーターを開発した。本シミュ

レーターにより、貯留層内の pH、CO2濃度、さらに

それらの挙動を計算すると同時に、微生物反応により

生成したメタン濃度やその分布を計算することが可能

となった。また、本シミュレーターを用いた計算結果
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に基づき、より現実的な CCS 環境を模擬するために、

高温高圧培養実験の条件設定に随時フィードバックを

行った。さらに、貯留岩からの鉱物の溶出，メタンの

気相への分配，複数のメタン生成経路の取扱い等の諸

現象を表現できるように、シミュレーターの改良作業

を進めた。 

 資源創成型 CCS 技術の温暖化ガス低減効果ならび

に天然ガス資源の増産によるエネルギー回収効果の有

効性を明らかにするために、環境影響評価および便益

評価を進めた。資源創成型 CCS 技術のサイトモデル

を構築し、関連産業事故統計の分析によってインパク

トシナリオを設定した。サイトモデル周辺の環境影響

評価として、インパクトシナリオを地層・大気・海洋

数値シミュレーションに適用するとともに、実験計測

による評価を進めた。あわせて、サイトモデルに対し

て、LCA（ライフサイクルアセスメント）手法によ

る温暖化ガス低減効果とエネルギー回収効果の分析の

準備を進めた。 

［分 野 名］地質、ライフサイエンス、環境・エネ

ルギー 

［キーワード］高温高圧培養実験、メタン生成菌、原

油分解メタン生成ポテンシャル、CCS、
CO2-EOR、シミュ-レーション、リス

ク解析、環境影響 

 
［研 究 題 目］重金属類土壌汚染調査評価及びリスク低

減方策に関する技術開発 
［研究代表者］張 銘（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］張 銘、川辺 能成、原 淳子、 

坂本 靖英、保高 徹生、井本 由香利、

杉田 創、星野 美保子、昆 慶明、 

高木 哲一、鈴木 正哉、月村勝宏 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 
 「土壌汚染対策法」の改正に伴う土壌汚染の原位置浄

化の高いニーズと、東日本大震災の津波によって発生し

た大量の津波堆積物に含まれる汚染物質への緊急対策を

背景に、本研究では、関連調査技術、浄化技術およびリ

スク評価技術に関する体系的研究開発を民間企業および

他研究機関との研究協力のもと実施し、技術の実用化と

普及による社会への還元を行う。 

 具体的に、汚染物質濃度のオンサイト計測技術、汚染

物質のミクロな存在形態に関する検討、土壌有機物質の

存在や鉱物組成が浄化効率に及ぼす影響の検討、酸性電

解水及び動電学的手法を用いた浄化技術の開発並びに地

盤における汚染物質の移行評価と環境リスク評価技術の

開発を行う。3年目である今年度では、これまでの研究

成果を踏まえ、鉛などの重金属類の長期的溶出特性の評

価とモデル化に重点を置き、45地点に及ぶ試料を採取し、

鉛などの重金属類の溶出特性と有機物含有量、交換態、

炭酸塩結合態、Fe-Mn 酸化物結合態、有機物結合態及

び鉱物結晶格子態との相関性を明らかにし、存在形態を

考慮したリスク評価モデルの考案を実施した。また、リ

スク評価モデルを国際規格へ反映させるために、H25年

度では ISO/TC190（Soil Quality）年会に参加し、

WG12（Risk Based Remediation Measures）にて新規

格提案に着手した。今後は計画に基づく更なる研究・開

発を重ね、リスク評価に基づく浄化技術の開発に重点を

置きながら、現状の民間企業との共同研究を拡大し、関

連技術の実用化と普及を推進していく予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］土壌汚染、重金属類、調査技術、 

浄化技術、リスク軽減 

 

［研 究 題 目］ベントナイト性能標準試験法の開発 
［研究代表者］高木 哲一（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］高木 哲一、大野 哲二、昆 慶明、 

堀内 悠、三好 陽子、須藤 定久 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 ベントナイトは従来の鋳物砂粘結剤、掘削泥、ペット

用トイレ砂などの用途に加えて、産業・放射性廃棄物処

分場の遮蔽剤への用途が拡大しつつある。しかし、現在、

ベントナイトの性能評価は各メーカーが独自に実施して

いるため、同処分場の安全評価にあたってその標準化が

求められている。本研究は、標準基盤研究（2年計画）

の1年目として、まず同性能評価法で最も広く用いられ

ているメチレンブルー吸着量測定法の標準化を目指して、

1)同測定法の技術的課題の抽出、2)各メーカーの取材に

よる現状の把握、を実施した。 

1) 同測定法として最も普及しているろ紙法と比色法と

の比較を実施した。その結果、ろ紙法は実験方法や終

点の決定に曖昧さがある一方、比色法はより正確だが

高額な機材を用いる必要があること、ろ紙法と併用し

なければならないことなど問題点が明らかになった。 

2) 国内の主要ベントナイトメーカー、ゼネコン、鋳物

メーカーなど16社について、アンケート調査および直

接訪問により、メチレンブルー吸着量測定法を取材し

た。その結果、ほとんどの企業がろ紙法を用いている

が、試料の分散方法やメチレンブルー溶液の作成法な

どにバラツキがあった。また比色法を2社が採用して

いた。 

 平成26年度以降、同標準試験法に関する検討委員会を

大学、メーカーの専門家で組織し、日本工業規格

（JIS）化を目指した検討を実施する予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ベントナイト、標準化、メチレンブルー

吸着量、比色法、放射性廃棄物 

 
［研 究 題 目］吸着剤を使用した水中の低濃度の放射
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性セシウムのモニタリング方法の標準化 

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高 徹生、辻 英樹（産総研特別研究

員）、川本 徹（ナノシステム研究部門）

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 地圏資源環境研究部門・ナノシステム研究部門ではプ

ルシアンブルー不織布を用いたモニタリングシステムの

開発を進めており、特許取得・実用化が進めてきた。一

方、水中の放射性 Cs のモニタリング技術開発は、複数

の研究機関・大学・民間企業等で進められているが、低

濃度領域／高濁度領域の方法は標準化やガイドラインが

未作成であり、課題となっていた。 

 本研究の目的は、水中の放射性 Cs のモニタリング技

術に関する技術資料の作成による基盤情報の整理および

公開である。具体的には、①水中の放射性セシウムモニ

タリング方法の標準化に関するに研究会を開催し、②水

中の放射性セシウムモニタリング方法の標準化に関する

に共通試験を進めた。また、研究機関・大学・民間企業

からなる検討委員会の設置準備を行い、技術資料の基盤

を作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］放射性セシウム、水、モニタリング、プ

ルシアンブルー 

 
［研 究 題 目］エネルギー・生活支援情報の解析技術

（絆プロジェクト） 

［研究代表者］大場 光太郎（知能システム研究部門） 

［研究担当者］大場 光太郎、谷川 民生、小島 一浩、

梶谷 勇、麻生 英樹、松本 吉央、 

永見 武司、橋田 浩一、本村 陽一

(サービス工学研究センター)、 

西村 拓一（サービス工学研究センタ

ー）、小林 吉之（デジタルヒューマン

工学研究センター）（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

災害時のコミュニティの重要性は、これまで阪神淡路

大震災の際の孤独死等の問題を機に注目されるに至っ

た。今回の東日本大震災ではその経験を活かして、避難

者を地域コミュニティ単位で避難所や仮設住宅へ割り振

る等の処置がとられたが、コミュニティ形成の持つ問題

を根本的に解決しているとは言い難いのが現状である。

実際、被災地ではコミュニティの崩壊により、廃用症候

群による高齢者の孤独死が深刻化しつつある。 

一方で企業などが注目しているスマートコミュニティ

技術は、エネルギー・情報・交通をつなぐことで、自律

的な都市を構築し、活力あるコミュニティを構築する総

合基盤インフラ技術であり、平成24年度科学技術重要施

策アクションプランにも盛り込まれている。 

しかしながら、ここでいうスマートコミュニティ技術

は、コミュニティ形成の基盤インフラとはなりえるが、

本来、街の基本となる人と人とのつながりを重視したコ

ミュニティ（“つながり（絆）”）形成の支援方法とし

ては十分ではない。つながり（絆）は基盤インフラの上

に乗る具体的サービスコンテンツの一つと考えられ、こ

のようなスマートコミュニティ技術上における具体的な

サービスモデルについては、これまであまり議論がなさ

れてこなかった。 

そこで、産総研のような総合的に技術を有する機関

が、スマートコミュニティ技術を被災地のモデル地区に

導入し、そのインフラ上において、地域住民が本当に求

める“つながり（絆）”形成といった具体的サービスの

実証実験を先駆けて行い、その知見やノウハウを蓄積す

ることで、企業が被災都市にスマートコミュニティ技術

を導入する際の一助となることが早期に期待される。 

H25年度は、企業が提供する支援拠点設備および産総

研が有するセンサーネットワークシステムなどからの情

報収集と分析等を引き続き行うとともに、地元住民との

合意形成を行いながら、年度末にトレーラーハウスを撤

退する準備、さらにはトレーラーハウスの有効活用の検

討を行った。同時に、気仙沼市からは、長期的に気仙沼

市の街づくりとして「気仙沼市機能的住みやすさ創造会

議」への参加を要請され、産総研の当該プロジェクトで

の知見を活かしながら、気仙沼市の30年後のあるべき姿

を提案しながら、次の予算獲得の検討を進めている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］生活支援ロボット、復興支援、つながり、

絆、コミュニティ 

 
［研 究 題 目］有機薄膜太陽電池の屋内用途試験・評価

方法の国際標準化の技術開発 

［研究代表者］吉田 郵司 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］吉田 郵司、他（太陽光発電工学研究セ

ンター、常勤職員2名）須田 洋幸、他

（環境化学、常勤職員11名、他4名）、 

池上 敬一、他（ナノシステム研究部門、

常勤職員3名）、古部 昭広、他（計測フ

ロンティア研究部門、常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、太陽光発電工学研究センターを中心に、有

機薄膜太陽電池の屋内用途試験・評価方法の国際標準化

を推進するために、産総研内の各ユニット（太陽光発電

工学研究センター、環境化学技術研究部門、ナノシステ

ム研究部門、計測フロンティア研究部門）との連携に基

づいて、関連技術基盤の整備を集中的に行うことを目的

としている。具体的には、有機薄膜太陽電池の劣化評価

技術（シミュレーションを含む）、屋内性能評価技術等

の確立を目指すものである。 

 本年度は、複数のユニット間で連携を進めるために、



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(441) 

共通サブモジュールサンプルの作製手法および体制の構

築を行い、昨年度構築した共通セルサンプルを用いた

様々なアプローチでの試験・評価方法を模索検討した。 

 発電層材料の劣化現象の解明に向けて、光劣化させた

セルサンプルを作成し、材料の構造変化と電池特性との

相関を評価した。ESR、MALDI-TOF、GPC 等を用い

た化学構造解析により、p 型高分子の低分子量化が電池

特性低下の一因となっている可能性を見出した。また、

劣化モデル化合物に対し密度汎関数法を用いた励起状態

計算を行い、実験結果との比較を行った。 

 発電層の熱劣化に関して、ドメインの小角 X 線散乱

測定を行い、熱によるドメイン成長と太陽電池特性との

相関を明らかにした。 

更に、塗布印刷装置を用い、プラスチック基板上への

フレキシブルモジュールサンプル試作の作製方法の検討

を行った。 

 周辺部材評価として、モデル封止膜を用いた劣化要因

の内部への蓄積量計測法、および非破壊の劣化要因検出

法などを検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機薄膜太陽電池、劣化解析、屋内性能

特性、サブモジュール、国際標準化 

 
［研 究 題 目］メガソーラーの長寿命化技術 

［研究代表者］増田 淳 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］櫻井啓一郎、仁木 栄、増田 淳（以上、

太陽光発電工学研究センター）、 

近藤 道雄（福島再生可能エネルギー研

究所）、（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

１．太陽電池モジュールの高電圧耐久性試験 

 太陽電池モジュールは本来、数百～1kV 程度の高

電圧がかかる状況下で数十年間稼働し続けなければな

らない。しかし近年、 PID （ Potential Induced 
Degradation：高電圧による劣化誘発）と呼ばれる現

象により、特定の状況下で設計よりも速く劣化してし

まうことが分かり、分析と対策が進められている。当

センターでは屋内でこの PID を短期間で再現する手

法を開発したが、パワコンに接続されていないなど、

屋外の実際の環境とは異なる点もある。 

 そこで、より実際の環境に近い状態で PID を再現

できる設備を開発・構築した。この設備では屋外環境

において、パワコンとの様々な接続方式や、アースと

の間の電位、真水・塩水の噴霧といった様々な条件を

変えながら PID を発生させられる。これにより、屋

内における加速試験と、実環境との対応状況を調査で

きるようになった。平成25年度においては設備の構築

と試運転を行い、PID を実際に起こせるところまで

確認しており、平成26年度より本格的な運用に入る予

定である。今後、PID が起こりやすい部材を用いて

実際にモジュールを作製し、屋外で高電圧耐性を調べ

られる基盤を構築する。PID を起こしたモジュール

は破壊分析で微視的領域まで解析し、複雑で未知の部

分が残る PID 現象の解析を進めると同時に、様々な

PID 対策技術についても試験を行う。 

 また上記の設備とは別に、石川県工業試験場にある

既設の太陽光発電設備の一部のモジュールを利用して、

系統連系まで行った実環境における PID の加速試験

を行うため、設備の改造工事を実施した。工事は平成

25年度中にほぼ完了しており、平成26年度に電力会社

との協議が完了次第、試験を開始予定である。 

 これらの研究により、PID 対策の様々な技術開発

を支援し、太陽電池モジュールの耐久性向上、さらに

は太陽光発電システムの発電量の向上、発電コストの

さらなる低減に貢献していく予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、環

境、信頼性、高電圧、システム 

 
［研 究 題 目］失敗から学ぶ新しいリード創薬支援技術

の開発 

［研究代表者］夏目 徹（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］夏目 徹、堀本 勝久、広川 貴次、 

福井 一彦、五島 直樹、福西 快文、 

竹内 恒、久保 泰 

（常勤職員14名、他49名） 

［研 究 内 容］ 

 臨床研究の途上で、新薬候補化合物（リード化合物）

の9割が、薬効不足と副作用からドロップし（開発中止）、

それまでの膨大な開発コストと時間を喪失する。その理

由は、創薬開発のプロセスが個人の経験とアイデアがベ

ースとなった、セレンディピティ頼りの旧態然とした開

発研究から脱却出来ないからである。特に、臨床研究で

ドロップする理由は、毒性評価や化合物の最適化という

重要なステップでの曖昧性が回避出来ないため、不完全

な化合物を新薬候補として臨床研究に突入するからであ

る。従って、薬効メカニズム解明と毒性回避を体系化す

る技術基盤（ドラッグプロファイリング技術）があれば、

臨床研究の成功率を大幅に高めることが出来、コストと

時間を10分の1に削減することも不可能ではない。それ

のみならず、各製薬会社が保有する大量のドロップ薬の

再リード化も可能であり、製薬産業を短期的に活性化す

ることすら可能である。その結果、日本を創薬大国に押

し上げることも夢物語ではない。 

 これを実現するため、創薬分子プロファイリング研究

センターの高度なバイオ計測技術に最先端の IT 技術を

融合し、新薬候補化合物の薬効・副作用ターゲットを決

定し薬効の分子メカニズムを明らかにするドラッグプロ
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ファイリング技術を完成させる。さらこのプロファイリ

ング情報に基づき、化合物を論理的に設計最適化すると

いう、体系化・洗練された創薬プロセスを提供すること

を本プロジェクトで実現する。さらにがん領域において

は、日本最大の臨床拠点である国立がんセンターとの包

括的な連携体制を構築し、臨床データとドラッグプロフ

ァイリング技術を結合し、知的臨床データ基盤を構築す

る試みも開始した。これは、基盤・臨床研究一体型の創

薬基盤技術を産業界に提供するという、時代を先取りし

た取り組みであり、これに数理システム解析を加えるこ

とにより、優れた新薬を最も適した患者にいち早く適応

することをも目指す。これまで、医師の経験とカン頼り

だった、抗がん剤の処方を合理化することも目指す。 

 上記目標を実現するための本プロジェクトの研究課題

は、 

① 定量プロテオミクスの高度化とハイスループット化 

 これまでの定量プロテオミクス解析では、測定前に

細胞内タンパク質を複数分画する必要があったため、

大量のサンプルを必要とするうえ、ハイスループット

な解析は実現されていなかった。本プロジェクトによ

り、定量用質量分析装置に、産総研独自のナノ LC ロ

ボットシステムをオンライン化し、細胞内のタンパク

質を、一回の解析で約100～200個を分画する事なくハ

イスループットに絶対定量可能なプラットフォーム構

築を達成した。また、一回の解析で約5000カ所のリン

酸化部位の変動解析もハイスループット化した。まさ、

取得したデータのプロセスの自動化もほぼ完了した。

現在、この解析プラットフォームを利用し、複数の製

薬企業との検証研究を開始した。 

② 内標準タンパク質のプロテオームワイド化 

 タンパク質絶対定量のための内標準タンパク質を

778個を調整し実際に細胞中のタンパク質の絶対定量

を試みた。その結果、18506個の測定用イオンライブ

ラリーを構築し DB 化することが出来た。構築したシ

ステムでの感度と定量性の信頼度を確認したところ、

相互作用定量解析においては、一細胞中の30個以下の

超微量タンパク質を高い信頼性で絶対定量で来た。今

後、さらにタンパク質数を増やすとともに、さらに測

定の信頼性を向上させることを目指す。 

③ 機密情報を取り扱うデータ管理システムの構築 

 データ管理システムの通信インフラ基盤として、独

自系所内 VLAN の構築を実施した。これにより外部

から遮断された機密性の高いプライベートクラウドを

実現し、データ保存用ファイルサーバを導入すること

で定量プロテオミクスチームにより計測されたデータ

の集約化を行った。また既存データに関しては、化合

物（KeggDrug, ChEMBLE, DrugBank 等）やタン

パク質間相互作用（IntAct, BioGrid, PID 等）に関す

る有用なパブリックデータの収集を行っており、今後

の知的データ連携へと繋げる予定である。 

④ 化合物ドッキングとタンパク質立体構造モデリング 

 化合物のターゲットである、タンパク質と化合物が

どのような結合様式で相互作用しているのかを、シミ

ュレーションするソフトウェアの開発と高度化から、

化合物の高活性化と副作用低減を実現する、分子設計

を目指す。また、NMR 等のでの構造生物学的解析に

より、ドッキングシュミレーションを検証し、シミュ

レーションの精度と効率を高めていく。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リード化合物、質量分析、NMR、シミ

ュレーション、プロテオミクス 

 
［研 究 題 目］インタラクティブバイオ計測・IT によ

る創薬支援技術の開発 

［研究代表者］夏目 徹（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］夏目 徹、堀本 勝久、広川 貴次、 

福井 一彦、五島 直樹、福西 快文、 

竹内 恒、久保 泰 

（常勤職員14名、他49名） 

［研 究 内 容］ 

 創薬には莫大なコストと時間がかかり、日本発の新薬

開発力が喪失しつつある。これは、バイオ IT を含めこ

れまで培ってきた日本の創薬基盤技術と人材が散逸して

しまう危機的状況である。この現状を短期的且つ効果的

に打破するには、開発途上で開発中止されたリード化合

物（ドロップ薬）を有効利用することである（再リード

化）。各製薬企業がリード化合物としてコストと時間を

かけて開発してきた化合物は、どれも極めて興味深い薬

理活性がありユニークな構造を有している。しかし、主

に二つの理由で、多くのリード化合物は臨床研究の途上

でドロップしてしまう。 

① 前臨床研究において、薬効作用メカニズムを完全に

解明することが出来なかったため、有効性を示すため

の対象疾患を詳細に絞り込むことが出来ない。 

② やはり前臨床研究において、十分な副作用メカニズ

ムが解明できず、臨床研究の第1・2相で、副作用と薬

効濃度を十分乖離させることが出来ない。 

 従って、薬効メカニズム解明と毒性回避を行う技術基

盤を提供できれば、これまで各製薬会社が「涙をのん

で」開発を中止した膨大な数のドロップ薬の開発を再開

することが出来る。 

 しかし、薬効作用あるいは副作用メカニズムの解明は

容易ではない。また、解明ができたとしても、副作用を

回避し薬効を高める最適化（再リード化）も約束されて

はいない。従って、臨床研究に特化せざるを得ない製薬

企業には、再リード化目指すことはできない。また、ア

カデミアの従来の計測・IT 技術でも対応不可能である。

仮に可能だとしても、必要な基盤技術を有する複数の研

究室が有機的に融合することはない。 
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 これまで、計測実験研究者は、データ解析を効率自動

化のために IT 技術を用いるのみであり、IT 理論研究者

は既存のデータをただ単に利用するに過ぎない。作用・

副作用解明という高度な課題に挑戦するには、計測と

IT 技術が相補的にインテグレートされていなければな

らない。 

 産総研においては、独自のロボット・ナノテク・クリ

ーンルーム技術・cDNA リソース・計算機と IT 技術の

整備により、従来困難であった超高精度なタンパク質絶

対定量解析を可能にした。また、独自に開発した大規模

計測データを用いた数理ネットワーク手法の開発による

細胞システム解析に成功している。また、化合物とタン

パク質複合体に特化した NMR 立体構造解析技術も蓄積

されており、且つ産総研独自に開発されてきたドッキン

グシュミレーションソフトウェアも開発されている。さ

らに、これらの世界的トップレベルの基盤技術が、一極

集中的に臨海センターに整備されているため、各技術を

インタラクティブにインテグレーション可能である。そ

の結果、作用・副作用メカニズム解明と、それを基にし

た化合物の再最適化を体系的に行うことが可能となる。 

 具体的研究内容は、 

① 化合物処理前後の、細胞内全タンパク質の変動解析

と、化合物ターゲットタンパク質機能複合体ネットワ

ーク変動に特化した計測システムを構築するとともに、

データ処理の自動化ソフトを開発する。 

② ①で行った計測をもとに、化合物の作用メカニズム

及び、副作用メカニズム推定に特化した数理ネットワ

ークシステム開発を行う。 

③ タンパク質と化合物とのドッキングシミュレーショ

ンから、化合物の高活性化と副作用低減化のための最

適化ソフトウェアを開発する。 

④ NMR 等での構造生物学的解析により、ドッキング

シミュレーションを検証し、精度を高める手法を開発

する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リード化合物、質量分析、NMR、シミ

ュレーション、プロテオミクス、数理シ

ステム解析、ネットワーク解析 

 
［研 究 題 目］先進コーティング技術に関する大面積

実装 

［研究代表者］明渡 純（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］明渡 純、土屋 哲男、篠田 健太郎、

中島 智彦、廣瀬 伸吾、小木曽 久人、

瀬渡 直樹、鈴木 宗泰 

（常勤職員8名、他3名） 

［研究内容］ 

本テーマでは、技術相談件数が際立って多い AD 法や

光 MOD 法、LIJ 法などの産総研シーズ技術を企業サイ

ドに躊躇することなく利用してもらい、迅速な試料提供

や共同研究、共同開発を加速、分野横断的な取り組みで、

最適な企業群によるコンソーシアムの設立を目指す。こ

のために試作ライン・試作設備の充実・環境整備とマン

パワーの増員を行い、イノーベーション・ハブとしての

機能強化を行う。具体的には、AD 法では、既に高付加

価値な半導体製造装置用プラズマ耐食部材のイットリア

コーティングでは実用化に至っているが、本プロジェク

トでは、より広い分野での利用をめざし、先進コーティ

ング PF の活動を通して、多くの企業に生産技術レベル

での可能性検証ができるように産総研内の設備環境の整

備、特に大面積低コスト成膜の可能性が検討できる環境

整備を行った。その結果、AD 法では、高放熱基板応用

では、アルミナ膜の絶縁耐圧を、歩留まり80%以上の再

現性で、従来の1～2kV レベルから4kV レベルまで向上、

成膜エリアで4倍まで拡大できることを実証。放熱基板

の商品化を目指した資金提供型共同研究をスタートさせ

るに至った。また、フレキシブル色素増感太陽電池の開

発では、樹脂フィルム上の AD 法のポーラスチタニア膜

形成で8%の変換効率を実現。共同研究先企業から量産

技術に目処とのプレス発表を同社から行うに至った。さ

らに中小企業と進めていた産業用ローラーのハードコー

ト応用で、高い性能を有することが顧客先企業で確認さ

れ、展示会等で発表、実用化プロジェクトを開始した。

また、光 MOD 法の蛍光体膜応用では、従来の1/3の膜

厚で1.5倍の発光強度を達成、高耐熱抵抗体応用では、

基板サイズ：5×8cm の均一製造プロセスに目途をつけ

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］エアロゾルデポジション、レーザー援用

インクジェット、光 MOD、放熱基板、

太陽電池、Li イオン電池、防錆コーテ

ィング、蛍光体膜 

 
［研 究 題 目］パラゴムノキラテックス増産を目指したゲノ

ム解析と分子育種 
［研究代表者］鈴木 馨（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］鈴木 馨、光田 展隆、藤原 すみれ、

大島 良美（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 天然ゴムは、タイヤを中心とするゴム産業において必

要不可欠な原材料であり、世界的な需要は増加の一途を

たどっている。その一方で、アブラヤシとの競合や森林

保全の観点などから耕地面積の拡大は難しいため、単位

面積当たりの生産性を向上させることが重要な課題とな

っている。そこで、インドネシア技術評価応用庁

（BPPT）、ブリヂストン、産総研の3者で連携してパラ

ゴムノキにおけるラテックス生産性の向上を目指した分

子育種の基盤技術構築をテーマに国際共同研究を実施し

ている。天然ゴムは、パラゴムノキが産出するラテック

スと呼ばれる乳液より生産される。我々は、パラゴムノ



研 究 

(444) 

キにおけるラテックス収量増加を目的として、遺伝子情

報解析や植物バイオテクノロジー研究に基づいた分子育

種のための基盤技術開発に関する研究を進めており、ラ

テックスの生産器官である乳管の形成機構の解明と形質

転換技術の確立を目指している。平成25年度は、乳管形

成の元となる形成層の形成機構を解析するためのモデル

系において茎を肥大させる機能を持つ候補遺伝子を見い

だした。パラゴムノキ培養細胞を用いた形質転換法の検

討では、蛍光タンパク質を発現する形質転換パラゴムノ

キの作成に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］パラゴムノキ、天然ゴム、ラテックス、

分子育種 
 
［研 究 題 目］地球観測グリッド  GEO Grid 
［研究代表者］小島 功（情報技術研究部門） 

［研究担当者］関口 智嗣、小島 功、田中 良夫、 

中村 良介、中村 章人、岩田 健司、 

岩田 敏彰、西岡 芳晴、宝田 晋治、 

土田 聡、岩男 弘毅、近藤 裕昭 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 GEO Grid は衛星データおよび地質関連のデータを統

合的に利活用できるサービスプラットフォームと、それ

を利用したコンテンツ配信のシステムを構築することを

目的とする。そのため、情報技術研究部門にアーカイブ

されている衛星データを中核に地質分野の地質関連情報

データおよび環境管理技術研究部門の現地環境モニタリ

ングデータを整備してサービスプラットフォームを研究

開発してサービスの提供を行う。また、これらの研究開

発を通じて標準化にも貢献する。 

 H25年度はプロジェクトの完了に向けて以下のような

研究開発を行った。 

 コンテンツ整備・配信については、従来の ASTER 等

の衛星に加え、2013年2月に打ち上げられた Landsat-8
衛星について米国地質調査所と受信契約を結ぶと共に、

アンテナを保有する東海大学に一部委託を行うなどして

直接受信・配信システムを構築し、11月から広く一般に

公開した。これは衛星からの受信後約2時間でデータを

インターネットに公開できるもので、OGC（Open 
Geospatial Consortium）による国際標準規格に基づく

検索や、Google Earth を使った時系列的な表示など、

高機能で使いやすいシステムを実現し、サービスを継続

している。 

 サービスプラットフォームとサービス提供については、

単純な処理を組み合わせて複雑な処理を構築するワーク

フローエンジン Lavatube を改良してクラウド化をほぼ

完成させ、衛星データ販売事業者などのユーザを対象と

して、差分検出の構築などが可能なサービスプラットフ

ォームを実現した。 

 応用システムについては、火山災害予測システムにつ

いて Web 上で世界中の火山をシミュレーションできる

ようにすると共に、シームレス地質図については

Web3D を用いた3D 化を実現した。また、GEO Grid の

一部のコンテンツをクラウド上に配備すると共に、単一

のアカウントでこれらのコンテンツのアクセス制御が連

携できるようにした。特に Landsat-8のコンテンツを

中心として Facebook や Twitter 等のソーシャルメディ

アとの連携をはかり、成果の一般への普及を試みた。 

 年度を通して当初の目標を達成してシステムの完成に

近づきつつある一方、より広い地理空間オープンデータ

への対応が新たな課題として考えられた。 

［分 野 名］情報報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］地球観測、衛星画像、GEO Grid 
 
［研 究 題 目］低電圧で動作する不揮発性メモリの開

発 

［研究代表者］安田 哲二（情報通信・エレクトロニク

ス分野研究企画室） 

［研究担当者］安田 哲二、湯浅 新治、福島 章雄、 

久保田 均、斎藤 秀和、 

ジャンセン ロナルド、今村 裕志、 

薬師寺 啓、野崎 隆行、甲野藤 真、 

谷口 知大、松本 利映、富永 淳二、 

コロボフ アレキサンダー、 

フォンス ポール、秋永 広幸、島 久、

浅沼 周太郎、浅井 美博、宮崎 剛英、

中村 恒夫、西尾 憲吾、澤 彰仁、 

山田 浩之、渋谷 圭介（常勤職員25

名） 

［研 究 内 容］ 

 集積回路の低消費電力化は電子デバイス開発における

最重要課題であり、ロジックデバイスについては精力的

に低電圧動作トランジスタの開発が進められている。そ

の一方で、不揮発メモリの低電圧化については十分に検

討されてこなかった。本課題では、産総研で開発中の4

つの不揮発メモリ方式（スピン RAM、相変化 RAM、

抵抗変化 RAM、強誘電トンネル RAM）について、ロ

ジックデバイスに合わせた0.2V を目標値としたメモリ

動作の実現を試みた。 

 スピン RAM に関しては、磁気トンネル接合の構造と

材料を最適化し、磁気抵抗効果を高く保ちつつ素子の抵

抗と面積の積を抑えることにより、0.15V にて安定なメ

モリ動作を実現した。更に、低電圧動作で問題となる誤

書き込みの確率を予測する解析式を導出し、キャッシュ

メモリに求められる10兆回以上の書き込み実験によりそ

の妥当性を確認した。 

相変化 RAM に関しては、(GeTe)2(Sb2Te3)4を単位と

した超格子の繰り返し回数を小さくすることにより、従

来は1V 以上の動作電圧が必要だったところ、0.15～
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0.3V へ低減し、かつ、書き込み時の抵抗変化を2桁以上

に維持することに成功した。 

 抵抗変化 RAM については、電界による陽イオンの移

動を利用する Cu/SiO2/TiN 素子を新たに試作し、0.2V
以下での動作が可能であることを確認した。また、陰イ

オンの移動を利用する金属酸化物を用いた素子について、

第一原理計算により低電圧化の観点から動作機構の検討

を行った。 

強誘電トンネル RAM に関しては、従来は5V の電圧

が必要であったところ、作製プロセス、強誘電バリア、

及び、電極の最適化により0.5V まで低電圧化した。こ

の方式は他の3方式に比べ動作電圧が高いものの、書き

込みに要する電流が10µA/µm2以下と小さい特徴を示し

た。 

［分 野 名］情報報通信・エレクトロニクス、ナノテ

クノロジー・材料・製造 

［キーワード］不揮発メモリ、スピン RAM、相変化 

RAM、抵抗変化 RAM、強誘電トンネル

RAM 
 
［研 究 題 目］高電力効率大規模データ処理イニシア

チブ（IMPULSE） 

［研究代表者］金山 敏彦（理事、情報通信・エレクト

ロニクス分野研究統括、ナノテクノロジ

ー・材料・製造分野研究統括） 

［研究担当者］金山 敏彦、安田 哲二、湯浅 新治、 

福島 章雄、久保田 均、野崎 隆行、 

甲野藤 真、今村 裕志、薬師寺 啓、 

松本 利映、小田 洋平、富永 淳二、 

コロボフ アレキサンダー、 

中野 隆志、フォンス ポール、 

王 暁民、牧野 孝太郎、齊藤 雄太、

並木 周、河島 整、鍬塚 治彦、 

鈴木 恵治郎、谷澤 健、黒須 隆行、

井上 崇、石井 紀代、森 雅彦、 

山本 宗継、天野 建、岡野 誠、 

亀井 利浩、金丸 正剛、昌原 明植、 

柳 永勛、松川 貴、森田 行則、 

右田 真司、遠藤 和彦、太田 裕之、

大内 真一、水林 亘、青柳 昌宏、 

菊地 克弥、小池 帆平、宮田 典幸、

前田 辰郎、多田 哲也、内田 紀行、

福田 浩一、越本 浩央、浅井 美博、

宮崎 剛英、中村 恒夫、大谷 実、 

西尾 憲吾、伊藤 智、工藤 知宏、 

広渕 崇宏、高野 了成、小川 宏高、

小島 功、谷村 勇輔、池上 努、 

竹房 あつ子、中田 秀基、的野 晃整、

田中 良夫、油井 誠、杉田 正 

（常勤職員64名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 データセンターに各種情報端末やセンサからインター

ネット経由で蓄積されるデータの量は急激に増加してお

り、この大規模データの有効活用は様々な社会課題を解

決するための鍵となる。本課題は、2030年のデータセン

ターに求められる超省電力で超高性能なデータ処理技術

を見据え、そこで必要となる不揮発メモリ、高性能ロジ

ック、光インターコネクト、次世代アーキテクチャ等に

ついて産総研の強みを生かした先導研究を行い、飛躍的

な性能向上を可能にする技術を見極めることを目的とす

る。 

不揮発メモリについては、スピン RAM と相変化

RAM の動作時の電流を桁違いに小さくする電圧制御書

き込み技術の原理実証を目指す。高性能ロジックについ

ては、チャネル移動度が大きい Ge を用いたフィン

FET 技術を確立する。光インターコネクトについては、

光パスネットワーク向けに開発中の光スイッチや波長多

重化を発展させ、データ伝送の高速化と低消費電力化を

同時に実現する。これらのデバイス開発においては、産

総研が有する第一原理計算やデバイスシミュレーション

を活用して材料や構造の最適化を効率良く進める。アー

キテクチャについては、近未来のデータセンターの性能

要件を明確にし、その実現のためのアーキテクチャやオ

ペレーティングシステムを検討するとともに、本課題で

開発するデバイスを統合した大規模データ処理システム

の基本コンセプトを提示する。 

本研究は産総研戦略的融合研究事業の一環として開始

したものであり、平成25年度はデバイス開発のための装

置等の整備やアーキテクチャ検討のためのプログラム作

製等を進めた。なお、略称の IMPULSE は課題名の英

訳（Initiative for Most Power-efficient Ultra-Large-
Scale data Exploration）の頭文字をとったものである。 

［キーワード］データセンター、低消費電力化、不揮発

メモリ、ロジックデバイス、光インター

コネクト、計算機アーキテクチャ、第一

原理計算、デバイスシミュレーション 

 
［研 究 題 目］マラリア超早期診断デバイスの製品化 

［研究代表者］片岡 正俊（健康工学研究部門） 

［研究担当者］片岡 正俊、八代 聖基、山村 昌平 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 産総研独自の技術であるマイクロメーター単位のマイ

クロチャンバーを2万個、アレイ状に配列した細胞チッ

プ基板技術をもとに、迅速・超高感度・易操作性のマラ

リア超早期診断デバイスの開発を進める。そのため、ア

フリカを中心とするマラリア流行地域での実証試験を開

始する。 

研究計画： 
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 マラリアは HIV、結核とともに世界3大感染症の一つ

で、年間2億人の感染者と66万人が死亡する赤血球への

マラリア原虫による寄生虫感染症である。WHO をはじ

め世界的なレベルでマラリア対策は講じられているが、

迅速・高感度・易操作性の診断法は未だに開発されてお

らず、赤血球ギムザ染色の光学顕微鏡を用いた肉眼的観

察が未だにゴールドスタンダードとされている。そこで、

我々は、民間企業との共同研究により開発中の赤血球分

離用カラムと蛍光検出機、さらに細胞チップによる実証

試験を目的に、ウガンダ共和国グル市ラチョ病院におい

てマラリア患者血液の解析を進めた。27名のマラリア患

者血液を用いて通常の赤血球ギムザ染色による光学顕微

鏡観察によるマラリア感染率の算出を行うと同時に、全

血からの赤血球分離カラムによる赤血球分離・細胞チッ

プでのマラリア感染赤血球染色と開発した蛍光検出機に

よるマラリア感染率の算出を行い比較検討した。その結

果、27名のマラリア患者において迅速・正確かつ易操作

性な検出が可能なことが示された。今後、さらに多くの

マラリア患者血液を用いた細胞チップ検出システムによ

る実証試験を進めるため、上記ウガンダ共和国における

フィールド試験に加え、新たなフィールドとしてエチオ

ピア共和国 ICL 社との共同研究による実証試験に向け

て、同社との共同研究契約の締結を進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］マイクロナノデバイス、細胞チップ、ギ

ムザ染色、マラリア、マラリア診断、寄

生虫感染症、光学顕微鏡、赤血球分離、

蛍光検出 

 
［研 究 題 目］超高周波帯電磁波絶対強度センサと測定

技術の開発 

［研究代表者］島岡 一博（計測標準研究部門） 

［研究担当者］島岡 一博、堀部 雅弘、木下 基、 

岸川 諒子、飯田 仁志 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 無線情報伝送容量が指数関数的に増加し、これに対応

するため、大容量の情報伝送が可能となる超高周波帯

（100 GHz 超）の利用技術の開発が進められている。

日本は、本技術の研究開発（公共放送中継等）で世界的

に先行し実用化の一歩手前まで来ているものの、電波利

用に関わる国際規制への適合性確認に必要な、電磁波測

定技術（主に強度）の標準化が遅れているため、早急に

超高周波帯標準計測技術を確立し産業界をサポートする

必要がある。そこで本研究では、超高周波数帯において、

センサ単体で絶対電力測定が可能な、「超高周波数帯

（D バンド、110 GHz～170 GHz）電磁波絶対強度測

定センサ」を開発し、現在実用化が準備されている超高

周波帯（120 GHz）公共放送中継システムの放射電磁

波強度評価に適用可能なことを実証し、さらに、電磁波

強度測定における最大の誤差要因となる、電磁波反射の

精密測定を行う為の超高周波帯反射係数測定評価技術の

開発を目的とする。本年度は、D バンド超高周波電力

比較校正装置を完成し、カロリーメータ標準器本体試作

を行い、超高周波帯電力計の予備校正実験を実施した。

また D バンド反射係数測定装置の開発を完了し、校正

サービスを開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］高周波電力、D バンド、超高周波、電

力標準、反射係数、カロリーメータ 

 
［研 究 題 目］東北・北関東地域の公設研の技術の高度

化支援事業 

［研究代表者］高辻 利之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］島田 洋蔵、廣瀬 雅信、黒川 悟、 

飴谷 充隆、加藤 悠人、岸川 諒子、

堀部 雅弘、阿部 誠、鍜島 麻理子、

佐藤 理、大澤 尊光、増田 眞文 

（常勤職員9名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 最終製品の電磁環境両立性（EMC）規制の厳格化や

範囲拡大への対応、高精度化する部品の三次元測定機

（CMM）による評価への対応などの「公設研の試験・

評価技術の高度化」について、地方企業から公設研に要

望が震災前から寄せられており、以前から各公設研にて

この「潜在的な要望」への対応を取り組んできた。しか

し、今回の震災を受け、それらの活動が事実上停止した

状況にある。効率的に技術の高度化を再開・推進するた

めに、産総研が中核となって公設研の技術の高度化に必

要となる評価技術や手法（プロトコルなど）の開発を進

め、それらを活用した東北および北関東地域の公設研の

評価技術の高度化支援を進めた。 

 EMC 分野においては、情報通信機器に対する1 GHz 
超の放射性妨害波試験への迅速な対応のため、台車ロボ

ットと光伝送システムを用いた自走型サイト性能評価装

置を開発し、巡回試験によって各サイトにおける1 

GHz 超の電波暗室性能を明らかにした。また、前年度

に開発した電源線を有する共通 EUT の安定性の改善を

行い、VHF-LISN の有無による VHF 帯放射妨害波測

定結果への影響を定量的に明らかにした。さらに、伝導

性妨害波試験に用いる擬似電源回路網（LISN）につい

ては、LED を EUT として伝導性妨害波試験を実施し、

前年度に測定した実試験状態での LISN インピーダン

ス測定結果と伝導性妨害波試験の相関性を明らかにした。 

 CMM 分野においては、公設研担当者が自ら保有する

三次元測定機の精度検査だけでなく、県内企業の保有す

る三次元測定機に対しても検査、測定精度分析サービス

を提供できるよう、配布済みのゲージの利用法、取得デ

ータの解釈法および使用上の注意についての講習会を行

った。また、公設研を介した県内企業への技術移転・情
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報伝達として地域セミナーの開催ならびにテキスト作成

を行った。さらに精密計測技術の移転の一環として、公

設研担当者の技術講習会への派遣を支援した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］トレーサビリティ、放射性・伝導性妨害

波試験、暗室性能評価、疑似電源回路網、

三次元測定、形状測定、不確かさ評価 

 

［研 究 題 目］EMC 試験機器校正に特化した自動校正

装置の開発 

［研究代表者］堀部 雅弘（計測標準研究部門） 

［研究担当者］岸川 諒子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで、EMC 試験機器のトレーサビリティの観点

から、9 kHz から GHz を超える RF 帯の高周波インピ

ーダンス標準（S パラメータ標準）を開発してきた。S
パラメータ測定のトレーサビリティにおいて、最大の難

関とされるのが、校正に用いるベクトルネットワークア

ナライザ（VNA）の不確かさ評価である。本来の EMC
機器のインピーダンス校正に比べ、VNA 評価がより複

雑であることから、EMC 機器校正における国家標準へ

のトレーサビリティの確立の障害となっていた。そこで、

EMC 現場測定器の自動校正を想定した仲介器の開発を

行う、さらに、それらを用いた EMC 機器の自動校正・

適合性評価システムの構築の検討を行い、事業者とプロ

ジェクト提案を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］EMC 試験機器、トレーサビリティ、高

周波インピーダンス、ネットワークアナ

ライザ 

 
［研 究 題 目］HEV/EV 車の EMC 試験のための試験サ

イト評価用アンテナの開発 

［研究代表者］石居 正典（計測標準研究部門） 

［研究担当者］石居 正典、黒川 悟、島田 洋蔵 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車を製造販売する場合、これまでも EMC 試験の

実施が必須であったが、近年の HEV/EV 車の登場によ

り、更に厳しい基準での EMC 試験が求められる傾向に

ある。特に海外にて HEV/EV 車を販売する場合には、

当該国の現地試験場において EMC 試験を受け、現地で

の認証の取得を法令により強制的に求められる場合があ

る。HEV/EV 車の登場により、30 MHz 以下の低周波

数帯域も EMC 試験の対象周波数帯域として重要視され

つつあるが、しかし一部の試験場では、試験に用いる電

波暗室の30 MHz 以下の帯域における技術水準に、問

題があるケースがあることが確認されている。このため、

本来は十分に EMC 試験に合格する車両であっても、現

地試験では不合格となるケースが発生することが懸念さ

れている。 

 30 MHz 以下の低周波数帯域において、EMC 試験用

の電波暗室を評価する方法は未だ確立されていないが、

各国において、直径が60 cm 前後の磁界測定用のルー

プアンテナを用いた検討が最近進められている。これま

でにも、30 MHz 以下における各種 EMC 試験用として

のループアンテナは、複数のメーカーから製造販売され

ているが、増幅器が内部に内蔵されている受信専用のタ

イプである事が多い。しかし、30 MHz 以下における

EMC 試験用の電波暗室の評価を、送信ループアンテナ

と受信ループアンテナを対にしたアンテナ間の伝搬特性

から行う場合、送信用ループアンテナとして適切な物が

無かった。そこで本研究では、30 MHz 以下の低周波

数帯域における EMC 試験用電波暗室の評価に用いる、

送信用ループアンテナに関する検討・開発を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］HEV/EV 車、EMC 試験、サイト評価、 

アンテナ、低周波領域 

 
［研 究 題 目］新規温度標準に対応した熱力学温度計の

開発 

［研究代表者］山澤 一彰（計測標準研究部門） 

［研究担当者］山澤 一彰、Januarius V. Widiatmo、 

三澤 哲郎、藤田 佳孝、狩野 祐也 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 温度の単位ケルビンについては、従来の水の三重点

（273.16 K）を基準とした定義から、ボルツマン定数

を基準とした定義に変更される予定である。このため、

本研究では、常温域における次世代の一次標準となる熱

力学温度計として、海外で高度な実績がある音響気体温

度計（AGT）の開発を進めている。 

 平成25年度は、室温付近における熱力学温度測定を行

うための無酸素銅製擬球形共鳴器を用いた AGT システ

ムの構築と、200℃までの温度範囲の熱力学温度測定の

ための円筒型キャビティによる AGT システムの構築に

着手した。無酸素銅製擬球形共鳴器を用いた AGT シス

テムの構築では、電磁波共振周波数から平均半径を算出

する手法を構築した。さらに、音響共鳴周波数の測定結

果から求めた音速と熱物性データベースに記載されたア

ルゴンの音速とを対比し、構築した音響測定系の妥当性

を評価した。円筒型キャビティによる高温域の AGT シ

ステムでは、既存の無酸素銅製の円筒共鳴器を用いてア

ルゴンおよびヘリウムの音速ならびに誘電率を測定する

技術を確立させた。また、高温仕様に耐えうるキャビテ

ィ材料や音波・マイクロ波測定用機器類について調査を

行い、200℃まで使用可能なシステムの整備を開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱力学温度測定、ボルツマン定数、音響

気体温度計 
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［研 究 題 目］キログラムの再定義に向けた基盤技術の

開発 

［研究代表者］藤井 賢一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤井 賢一、倉本 直樹、早稲田 篤、

上田 和永、水島 茂喜、日置 昭治、

成川 知弘、黒河 明、東 康史、 

張 ルウルウ（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 質量の単位であるキログラムは国際単位系（SI）の

中で唯一人工物によって定義されている基本単位であり、

その質量の歳月に伴う変動が報告されている。このため、

2011年に開催された国際度量衡総会において、国際キロ

グラム原器を将来廃止し、プランク定数に基づく定義へ

移行することが採択された。計測標準研究部門では2011

年にアボガドロ定数を世界最高精度で測定した実績があ

るが、再定義にあたっては更に高精度な測定が求められ

ている。そこで、本研究では28Si 同位体濃縮単結晶か

ら作成された1 kg の球体の体積を1.5×10−8、モル質量

を8×10−9、格子定数の均一性を1×10−9の相対標準不確

かさで評価し、これらの測定結果およびアボガドロ国際

プロジェクト参加研究機関による測定結果からアボガド

ロ定数（プランク定数）を2×10−8よりも良い世界最高

精度で決定し、キログラムの再定義に必要な技術基盤を

確立することを目標とする。 

 平成25年度は球体の体積測定高精度化のために、真空

中における分光エリプソメトリーを実現するための真空

システムの開発、球体表面の汚染物質が球体質量に与え

る影響を評価するための X 線光電子分光分析装置

（XPS）の整備などを行った。モル質量測定については、

濃縮同位体（28Si、29Si および30Si）と試料となる

28Si 濃縮シリコン球体周辺の結晶を溶液化し、マルチ

コレクター誘導結合プラズマ質量分析装置（MC-ICP-
MS）を用いた同位体希釈法による質量分析測定を行っ

た。その結果、5×10−9の精度でのモル質量の測定結果

が得られた。格子定数の均一性評価に関しては分解能を

高め、格子定数の分布と不純物濃度の分布の相関を評価

した。 

 ドイル物理工学研究所（PTB）で球体の表面汚染除

去のための再研磨が完了したので、アボガドロ国際プロ

ジェクト参加国（日、独、伊、国際度量衡局）による持

ち回り測定を開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］国際単位系、SI、キログラム、質量標 

準、アボガドロ定数、プランク定数、X
線結晶密度法、28Si  

 
［研 究 題 目］ナノ材料の適正管理に向けた世界標準の

獲得 

［研究代表者］藤本 俊幸（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤本 俊幸、黒河 明、櫻井 博、 

稲垣 和三、東 康史、寺内 信哉、 

林田 美咲、熊谷 和博、加藤 晴久、

齋藤 直昭、山本 和弘、古部 昭広、 

時崎 高志、三木 幸信、八瀬 清志、 

石川 純（常勤職員16名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノテクノロジー産業では更なる材料の高機能化を効

率的かつ迅速に推進するため、機能特性を支配する”サ

イズ”と”化学組成”を併せた計測評価を可能とする技

術の開発は喫緊の課題となっている。一方、ナノ材料は

2011年 EC（European Commission）による“直径

100nm 以下の1次粒子を個数濃度で50 %以上含む工業

材料をナノ”と定義されたことに基づき、すでに当該定

義に従ったナノ材料の輸出入時の申請義務に関する法案

化を実施している国もあることから、ナノ材料であるか

否かの判定をその定義に従って簡便に行える検査技術が

切望されている。 

 このような背景を踏まえ、本研究ではナノ材料適正管

理実現のための手法として、国産ナノテク産業が開発し

た材料の EC ナノ定義への合致判定だけではなく、サイ

ズ情報に基づいた組成、修飾、含有量等の評価情報に基

づくナノ材料の管理に対応した、サイズ分離技術に高感

度計測技術を融合したハイスループット且つ多角的な分

析技術を開発推進している。 

 本年度はナノ粒子のサイズ・サイズ分布・組成を高精

度に評価できる、分級システムをコアモジュールとし計

測評価用周辺モジュールから構成される複合計測システ

ムの開発を目指した各種研究基盤要素検討を実施した。

具体的には1) 中核モジュールの開発：液中粒子の分級

に関して、既存遠心流動場分離装置における課題評価を

行い、開発項目の詳細を決定した。また、気中粒子分級

に関して高効率・多価帯電抑制型荷電装置の開発に向け

た検討を行った。 2) 周辺モジュールの開発：

SEM/TEM による個数計測手法について妥当性の検証、

SEM/TEM 観測に適した試料作製方法の検討、TEM を

用いたナノ粒子の3次元形状評価技術の開発を進めた。

SEM/TEM 観測に適した試料作製方法では試料作製時

における凝集を抑えた手法の開発を進めており一部は知

財化を実施した。3) 標準化に向けた活動：異なる粒径

のナノ粒子が混在した試料における、既存各種粒径評価

法の問題点を実データとして取得し、2013年11月に行わ

れた ISO/TC229/JWG2の会議で発表するとともに、現

在開発している複合システムの必要性および日本として

規格提案の意図についてプレゼンを行った。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］ナノ材料、粒径、粒径分布、SEM、 
TEM、CFFF、DMA、分級 

 
［研 究 題 目］超伝導計測デバイスの開発 

［研究代表者］大久保 雅隆 
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（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大久保 雅隆、浮辺 雅宏、藤井 剛、

金丸 正剛、神代 暁、日高 睦夫、 

仁木 栄、柴田 肇（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 STJ 検出器の歩留まり低下の主要な原因であると考

えられる、作製プロセス中の層間絶縁層の残留応力によ

る機械的変形を防止するため、本年度は応力フリー絶縁

層の成膜が可能な TEOS CVD 装置を導入し、応力フリ

ーSiO2絶縁膜を作製できることを確認した。導入後は、

超電導デバイスのみならず、半導体デバイス等の開発に

も使用できるよう IBEC にて共用公開した。 

 また、本研究では、超電導デバイスを搭載した X 線

分析装置を、CIGS 太陽電池中の Na 不純物のナノ構造

分析に応用することを目標とする。そこで、微量の Na
からの特性 X 線を検出可能な超電導検出器を作製し、X
線吸収微細構造分光（XAFS）（KEK PF に産総研製装

置を設置）による分析を試み、多元素多層構造の CIGS
太陽電池（図2）中の Na 不純物の蛍光 X 線のみを識別

可能なことを確認し、XAFS スペクトルの取得に成功し

た。今後、種々の CIGS 太陽電池を測定し、Na 不純物

原子の回りの原子スケール構造を明らかにする予定であ

る。Na の K 線と Ga の L 線信号がオーバーラップして、

Na の濃度が低い場合には現状の超電導検出器では対応

できないことも明らかになった。さらに、TEOS CVD
装置で得られる応力フリー絶縁膜を用いてこれまでで最

大の400素子の超電導トンネル接合アレイ検出器を作製

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］STJ、X 線検出器、軟 X 線、Na、CIGS
太陽電池、歩留まり、エネルギー分解能、

アレイ素子、KEK-PF、XAFS 
 
［研 究 題 目］高精度温室効果ガス観測のための標準ガ

スの開発 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤裕昭、村山 昌平、石戸谷 重之 

（環境管理技術研究部門） 

加藤 健次、下坂 琢哉、青木 伸行、

安藤 美和子（計測標準研究部門） 

（常勤職員7名）。 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、観測分野－計量標準分野が連携して、地

球観測・排出権取引に適した SI トレーサブルな温室効

果ガスの標準ガスを開発・作成し、国内主要機関間で巡

回比較実験を行って、各機関が維持する濃度スケールの

比較を行う。 

 H25年度は、計測標準研究部門において、一段希釈・

質量比混合法による高精度の標準ガス調製法の確立のた

め、昨年度に作製した小型容器用自動秤量装置を用いた

原料ガスの秤量について検討した。秤量の高精度化には、

試料容器と参照容器に対する浮力の違いについて、天秤

内の温度、気圧及び湿度の変動による影響を補正する必

要があることが明らかになった。また室内の対流に起因

する秤量の誤差について、測定室内の温度分布測定等に

よる検討を開始した。ラウンドロビン実験に用いる二酸

化炭素標準ガスの高精度調製を一段希釈法及び従来の三

段希釈法により行った。使用する容器は、3種類の異な

る内面処理のものについて、予め環境管理技術研究部門

において二酸化炭素濃度の長期安定性試験を実施し、そ

の結果に基づき最適なものを採用した。計測標準研究部

門において調製した標準ガスについて、環境管理技術研

究部門において、調製のバラツキ、安定性評価等を行っ

た結果、一段及び三段調製法による違いは（約±0.1 

ppm）、安定性に関しては（8ヶ月間で±0.2 ppm 以

下）であり、ラウンドロビン実験に用いられる精度のも

のが調製可能になった。調製した二酸化炭素標準ガスを

国内主要観測機関が参加するラウンドロビン実験に供給

し、巡回を行った。また、国内外主要観測機関が参加す

る、世界気象機関及び米国海洋大気庁が主催する国際ラ

ウンドロビン実験に環境管理技術研究部門が参加し、各

種成分の濃度及び同位体比スケールの機関間の相互比較

を行った。さらにこれらのラウンドロビン実験と並行し

て、計測標準研究部門が調製した一酸化炭素標準ガスの

巡回を国内機関間で行った。なおこれらのラウンドロビ

ン実験は現在実施中であり、各機関の分析結果は後日報

告される。H24年度に製作した、酸素絶対濃度±1 ppm
の調製のために用いられる小型容器に関して、容器中の

酸素濃度安定性確認のための保存試験を行い、充填から

少なくとも1ヶ月間に亘って値が安定していることを確

認した。また、広く用いられている各種標準ガスの多段

希釈充填において、希釈のための移充填に伴ってガス成

分の変質が生じる可能性を考慮し、その影響について評

価を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー、計測・計量標準 

［キーワード］標準ガス、地球観測、SI トレーサブル 

 
［研 究 題 目］戦略メタル国内資源循環プロジェクト 

［研究代表者］大木 達也（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］大木 達也、田尾 博明、田中 幹也、 

古屋仲 茂樹、西須 佳宏、林 直人、

成田 弘一、大石 哲雄、尾形 剛志、

加茂 徹、半田 友衣子、玄地 裕、 

工藤 祐揮、田原 聖隆、畑山 博樹、

増井 慶次郎、近藤 伸亮、高本 仁志、 

松本 光崇、小林 慶三、多田 周二、

田村 卓也、尾村 直紀、村上 雄一朗、 

多井 豊、大橋 文彦、尾崎 公洋、 

西尾 敏幸、中山 博行、柘植 明、 

森川 久、清水 佳奈、森本 慎一郎 
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（常勤職員33名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで無秩序に蓄積された我が国の都市鉱山ポテン

シャルや、どの廃製品から何を回収すべきかを明確にし

た上、製品選別～部品選別～製錬処理の境界領域を精緻

化したリサイクルビジョンを提案する。また、将来の戦

略的な都市鉱山形成を踏まえた評価・設計や標準化も視

野に入れた生産ビジョンの構築を行う。以上、環境管理

技術研究部門を幹事に5分野7研究ユニットの協力の下、

現行都市鉱山からの戦略メタルの高度回収から戦略的な

都市鉱山の創生に至る、生産－リサイクル統合ビジョン

を提唱するとともに、戦略メタルリサイクル研究拠点の

整備を目指す。 

現行の無秩序都市鉱山のリサイクルポテンシャル評価

に向け、我が国の戦略メタルを選定するため、10種の金

属を対象として日本の現行都市鉱山の規模を推計すると

ともに、それらの天然資源の利用可能性について検討し

た。また、技術開発や社会情勢の変化に伴う都市鉱山の

ポテンシャルをシミュレーションするため、都市鉱山を

構成する廃製品の定量的な分布を各種統計データから推

定する手法を提案した。廃 HDD の処理では、2.5イン

チ HDD に対する製品データを構築した。リサイクル工

程の最初に廃製品の資源価値を評価・選別する技術開発

の一環として、廃小型電気製品（20品目66機種）をタン

タルコンデンサの使用数や銅などの有価金属の含有量の

違いに応じて自動選別するシステムを開発した。蛍光ラ

ンプの選別については、蛍光ランプリサイクル施設の処

理量に対応可能な処理速度を有する装置を試作した。廃

製品から回収された部品の中間処理－製錬処理の境界領

域を精緻化したプロセス構築の一環として、プリント基

板とネオジム磁石を取り上げた。まず、プリント基板か

ら電子素子を機械的に剥離するため、電子素子の連続式

剥離試験機を試作、加熱および掻き取り機構の導入を提

案した。また、剥離された電子素子群から最適選別条件

を迅速に見いだす電子素子選別シミュレーションソフト

「AESS」を作成し、所内公開を果たした。一方、ネオ

ジム磁石では、前記の廃 HDD から回収した磁石粉末か

ら、レアアースを回収する湿式製錬技術を検討した。酸

化焙焼－塩酸浸出－溶媒抽出分離プロセスにおける鉄の

挙動について検討した結果、イオン交換樹脂法による鉄

の選択分離が可能であることを明らかにした。高効率磁

石の新規回収技術では、実際のハイブリッド用モータか

ら希土類元素を濃縮するために、雰囲気を制御できる高

周波溶解炉を改造し、パイロリサイクルを実施した。ま

た、ラボスケールの実験においても市販の耐熱性高性能

磁石を銅、炭素と同時に高周波溶解し、銅中への希土類

元素の濃縮過程、ならびに外力付与の可能性について詳

細に検討した。さらに、ハイブリッド用モータの高性能

磁石を入手し、市販高性能磁石との高周波溶解における

溶解挙動の差異について調査した。 

 生産ビジョンの構築では、戦略メタルのリサイクル効

率化に向けて、中間処理技術と製品設計の関係強化を探

索、製品設計および社会システム設計の両面から資源循

環システムの構築を目指した。使用済み製品の回収フロ

ーについて、ノート PC からのタンタルの回収を例題と

して、リサイクル業に従事する事業者のコスト推計を行

うシミュレーションモデルを構築するとともに、ジスプ

ロシウムのリサイクル限界費用曲線（特定リサイクル量

を得るための費用を示す曲線）の試算を行い、国内フロ

ーの数十%をカバーする曲線の算定ができる見通しが得

られた。また管理型都市鉱山の設計では、部品リユース

等有価物の回収を効率化するため、製品アーキテクチャ

を考慮して、分解・組み立て・調整コストと輸送コスト

を同時に最適化するための計算手法を開発した。廃プラ

スチックの処理については、使用済み電子機器にニッケ

ル等の触媒活性を有する金属が比較的多く含まれること

に注目し、これらの金属を微粒化して固体残渣上に担持

することによって500～600℃の比較的穏和な条件下で残

渣を水蒸気ガス化できることを見出した。一方、代替磁

性材料の導入によるリサイクル効率の低下防止とリチウ

ムの不純物分離技術では、昨年度作成した暗号化・情報

管理プログラムについて稼働安定性を確認した。また、

代替材料としてサマリウム系磁性材料が共存した場合に

磁石を識別するためのマークをレーザーマーカーで記載

するための方法を検討した。 

 以上の成果の社会導入を促進する目的で、我が国の戦

略メタルリサイクル研究拠点となる「戦略的都市鉱山研

究拠点（SURE）」を始動した。産総研開発装置等を配

した研究交流スペースである SURE 分離技術実証ラボ

（LATEST）を整備するとともに、民間企業との連携

を促進する SURE コンソーシアムの設立準備を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］都市鉱山、リサイクル、戦略メタル、レ

アメタル、レアアース、物理選別、製錬、

エコデザイン、マテリアルフロー、代替

材料 

 
［研 究 題 目］アジア戦略「水プロジェクト」 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］鳥村 政基、中里 哲也、愛澤 秀信、 

金 誠培、佐藤 浩昭、谷 英典、 

長縄 竜一、野田 和俊、根岸 信彰、 

日比野 俊行、王 正明、堀 知行、 

尾形 敦、佐藤 由也、柳下 宏、 

遠藤 明、川合 章子、羽部 浩、 

丹羽 修、栗田 僚二、加藤 大、 

粟津 浩一、島 隆之、桑原 正史、 

藤巻 真、高橋 栄一、村川 正宏、 

坂無 英徳、野里 博和、鎌形 洋一、 

玉木 秀幸、成廣 隆、菅野 学、 
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田村 具博、樋口 哲也 

（常勤職員35名） 

［研 究 内 容］ 

 水不足は21世紀の世界が直面する最大の問題の一つで

あり、アジア、アフリカを中心に約10億人が安全な水を

確保できないといわれている。アジアの水問題の解決

と、わが国水ビジネスの競争力強化のため、水質監視技

術、水質改善技術、情報ネットワーク技術を一体的に開

発することにより、水資源の有効利用に不可欠なスマー

トウォーターを先導するグローバルな技術開発拠点を目

指す。 

水質監視技術に関しては、スマートウォーター、新た

な環境規制への対応、飲用水の安全性確保の観点から重

要となる①オンサイト・インプラント型水質監視技術、

②生体応答を利用する水質監視技術、③微生物の迅速監

視技術を開発した。①では、昨年度試作した全有機炭素

（TOC）分析装置を膜分離活性汚泥法（MBR）の排水

に適用し、既存法と分析結果が一致すること、既存法で

はできなかった長期連続運転が可能なことを実証した。

重金属に関しては、バイオメディカル RI にて、測定セ

ルをバッチ系からフロー系に改良するとともに、これを

TOC 計の紫外線照射後の溶液を重金属測定に用いるこ

とにより従来問題となっていた有機物による電極の汚れ

と金属キレート生成を低減し、TOC と重金属を同時に

監視できる装置とした。②では、生物発光酵素とこれを

用いた内分泌かく乱物質および生理活性物質測定用プロ

ーブを開発し国際特許を出願した。また、現場での測定

を可能とするため、ポータブル型測定装置を試作した。

生物発光酵素に関しては、プレス発表を行い、複数社と

の間で実施契約を締結した。③では、電子光技術 RI 及

び情報技術 RI にて、昨年度開発した光ディスク型微生

物検出装置の分解能を0.25 µm と約2倍向上させた。ま

た、生物プロセス RI で開発した蛍光標識 DNA プロー

ブ法を導入した。 

水質改善技術に関しては、油分や窒素分、PPCPs、
微生物など既存の水処理技術では処理困難な物質に対し

て、水処理技術として将来性が高く、かつ、発展途上国

にも適したものとして、①膜分離活性汚泥法（MBR：

メンブレンバイオリアクター）、②ナノ吸着材／光触媒

型水処理法を開発した。①では、油分濃度を高めた高負

荷条件で運転し、その際の微生物群集の応答をメタゲノ

ム解析から明らかにして、MBR の処理性能と微生物群

集の関係を明らかにした。また、安定同位体追跡試験

（SIP）を用いて、油分の高処理能微生物を同定した。

②では、清華大学と四川大学の学生と共同で、昨年度に

引き続き、炭素系層状ナノ材料の PPCPs に対する吸着

特性を体系的に評価し、PPCPs の特性と吸着特性との

関係、並びに排水や河川水中の主要な共存成分の影響を

明らかにした。さらに、光触媒による滅菌および有害物

質の分解技術を途上国に適用するため、タイおよびベト

ナムで水質調査を行って、光触媒による滅菌効果に対す

る共存物質の影響、並びに適用できる水の範囲を明らか

にした。この結果、光触媒作用を失活させる共存成分濃

度は低く、また、濁度が高い水に対しては砂ろ過を行う

ことにより、滅菌が期待できることが分かった。環境化

学技術 RI にて、資源としてのリンの重要性に配慮し、

下水道などから吸着したリンを容易に溶離回収できる条

件を詳細な吸着特性評価を通して明らかにし、市販吸着

剤の2倍の性能にまで機能を高めた。 

情報ネットワーク技術に関しては、水質監視データを

ネットワークを介してクラウド上に転送してデータ処理

を行い、広域コミュニティーの送水・水処理システムに

フィードバックして、安全で省エネ性に優れた水の循環

利用システムを構築するための①データ送受信システム、

②データ処理ソフトを開発した。①では、現在の送信ユ

ニットより安価な CPU ボードを利用する方法を検討し、

必要なファームの改良を行った。24年度はモデルケース

として水晶振動子センサにデータ送信システムを実装し

たが、本年度は他の水質監視装置への実装および水処理

装置の監視を行った。②では、昨年度開発したグラフ化

ソフトを水質監視装置からの物質濃度、微生物数、生死

情報などに適用し、処理状況を容易に把握できるソフト

を開発した。開発した技術を西事業所の水処理デモプラ

ントに導入し、実用上、問題がないことを確認した。水

処理機器の自動制御の部分を除いて計画は順調に進捗し、

水質監視技術と水質改善技術を連携するための技術基盤

ができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水問題、水質監視技術、水質改善技術、

情報ネットワーク技術、スマートウォー

ター 

 
［研 究 題 目］エネルギーキャリア実証施設の整備 
［研究代表者］古谷 博秀 

（再生可能エネルギー研究センター） 

［研究担当者］古谷 博秀、辻村 拓、小島 宏一、 

壹岐 典彦、倉田 修、松沼 孝幸、 

井上 貴博、鈴木 雅人 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 
 再生可能エネルギーを大規模に利用するためには、一

旦エネルギーキャリアに変換し、これを消費地まで運搬

して最適な形でエネルギーに戻すシステムの構築が重要

である。アンモニアは水素と比較して容易に液化でき、

液体水素、有機ハイドライドと比較しても水素貯蔵量が

大きく、エネルギーキャリアとしてのポテンシャルは高

い。アンモニアを再生可能エネルギー大量導入時のエネ

ルギーキャリアとして利用するため、産総研は JST の

ALCA エネルギーキャリアの研究プロジェクトに参画

しており、福島再生可能エネルギー研究所にマイクロガ
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スタービン設備を設置し、モデル燃焼試験を実施する計

画である。そのためのアンモニア供給・利用設備の整備

を進めている。アンモニアは消防法での危険物では無い

ものの、劇物、消火阻害物質等であるため、法規制等を

遵守した整備が必要であるとともに、安全な運用を行う

ノウハウが必要である。平成25年度はアンモニア燃焼試

験の条件範囲を拡げるために、安全対策強化を図った。

本設備整備は、東北大学を筆頭とした ALCA 参加者が

集積して成果発信する、いわゆるイノベーション・ハブ

の一大拠点として福島再生可能エネルギー研究所が機能

するために必須なインフラ整備の第一歩となる。 
 
［研 究 題 目］バイオマスリファイナリー技術 

［研究代表者］中岩 勝（環境・エネルギー分野） 

［研究担当者］中岩 勝、佐藤 正健、平田 悟史、 

星野 保、村上 克治、松鹿 昭則、 

藤本 真司、井上 誠一、遠藤 貴士、

柳下 立夫、柳下 宏、北本 大、 

藤谷 忠博、榊 啓二、中村 功、 

桑原 泰隆、浅川 真澄、富永 健一、

根本 耕司、花岡 隆昌、白井 誠之、

山口 有朋、三村 直樹、佐藤 修、 

日吉 範人、鎌形 洋一、中島 信孝、

宮崎 健太郎、矢追 克郎、三谷 恭雄、

菅野 学、鳥羽 誠、望月 剛久 

（常勤職員33名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、産総研が独自に有するリグノセルロース

の分解技術、化学変換技術、バイオ変換技術を融合させ、

アルコール、有機酸、芳香族化合物などの基幹化学品を

体系的に製造可能なプロセスの開発を行う。バイオマス

リファイナリー研究センター、生物プロセス研究部門、

環境化学技術研究部門、コンパクト化学システム研究セ

ンター、触媒化学融合研究センターの5ユニットが、連

携し研究開発を行った。 

メカノケミカル処理したリグノセルロースの酵素糖化

において、タンニン酸などの酵素阻害物質の拡散溶出機

構を解明し、その除去にイオン交換樹脂や非イオン性界

面活性剤の添加が有効であることを見出した。また、遺

伝子発現系を導入した大腸菌を用いて、スギ糖化液から

ピルビン酸を収率73%で10.7 g/L、イソブタノールを収

率56%で6.9 g/L の濃度で生産できた。化学変換技術に

よるリグノセルロースからのレブリン酸製造について、

触媒系を最適化し、スギ、ユーカリ、バガス等の実バイ

オマスから、α-セルロース基準で収率71～93%のレブ

リン酸を得た。また、イソソルビドを木粉から直接化学

変換する反応条件を検討し、Pt/C と Amberlyst の混合

触媒系でワンポッドでのイソソルビド収率2%を得た。

リグニン利用については、水熱メカノケミカルと酵素糖

化処理により作成した低変性の糖化残渣リグニンを、さ

らに水熱処理および溶媒抽出することで、樹脂原料の目

安となる平均分子量1,000以下に収率40%で低分子化で

きることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］バイオマスリファイナリー、リグノセル

ロース、ピルビン酸、レブリン酸、リグ

ニン 

 

［研 究 題 目］バイオマスリファイナリー技術 

［研究代表者］中岩 勝（環境・エネルギー分野） 

［研究担当者］平田 悟史、星野 保、滝村 修、 

松鹿 昭則、遠藤 貴士、井上 誠一、

柳下 立夫、藤本 真司 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研が独自に有するリグノセルロースの分解技術、

化学変換技術、バイオ変換技術を組み合わせることで、

アルコール、有機酸、芳香属化合物などの基幹化学品を

体系的に製造可能なプロセスの開発を行った。BRRC
では、環境化学技術研究部門、生物プロセス研究部門、

コンパクト化学システム研究センター、触媒化学融合研

究センターと連携し、リグノセルロースからの糖の低コ

スト製造技術の開発並びに発酵阻害物質の特定（課題1）、

リグノセルロースからの糖生成の際に生じたリグニンの

有効利用のための特性評価に関する研究（課題3）を担

当した。また、リグノセルロースの化学変換技術（課題

2）に対しては、BRRC が有しているリグノセルロース

の原料特性の知見からアドバイスを行い、化学技術変換

の改良に寄与した。 

 課題1では、リグノセルロースの前処理時に生成する

没食子酸等のリグニン由来化合物による酵素糖化および

その後の大腸菌の発酵阻害を軽減するため、前年度報告

したイオン交換樹脂による吸着除去に代わるより簡便な

手法の検討を行い、界面活性剤添加によって糖化・発酵

が改善されることを明らかにした。本法により、スギ糖

化液を用いた組換え大腸菌によるイソブタノールの生産

性は、約4.5倍向上した。 

 課題3では、水熱・メカノケミカル・酵素糖化法で生

成した糖化残渣の水熱反応処理・有機溶媒抽出法による

リグニンの回収技術を検討した。その結果、糖化残渣中

のリグニンから40%以上のリグニン回収率が得られ、そ

の重量平均分子量が1,000以下であり、樹脂化の原料と

して期待できることを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマスリファイナリー、リグノセル

ロース、ケミカル原料 

 
［研 究 題 目］地下水等総合観測による地震予測精度向

上のための研究 

［研究代表者］松本 則夫 
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（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］松本 則夫、小泉 尚嗣、高橋 誠、 

北川 有一、板場 智史、落 唯史、 

武田 直人、石川 有三、梅田 康弘、

佐藤 努、加納 靖之（京都大学）、 

中村 衛（琉球大学）、角森 史昭（東

京大学）、浅井 康広（東濃地震科学研

究所）、田阪 茂樹（岐阜大学）、 

石井 紘（東濃地震科学研究所）、 

大久保 慎人（東濃地震科学研究所）、

山本 明彦（愛媛大学）、頼 文基（台

湾国立成功大学）、村瀬 雅之（日本大

学）（常勤職員6名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、東海地震予知事業における地下水観測分野

及び「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推

進について（建議）」（文科省測地学分科会）の地下水等

総合観測による研究に相当し、平成21年度より継続して

いる。 

 平成25年度には、前兆的地下水位変化検出システムを

引き続き東海地方で運用し、地下水等観測データを地震

防災対策強化地域判定会等に報告した。産総研・防災科

研・気象庁データの統合解析を継続し、短期的ゆっくり

すべりと深部低周波微動の解析結果を地震調査委員会な

どの各種委員会や地震に関する地下水観測データベース

で公開した。地下水位・水圧変化にて、短期的ゆっくり

すべりが検出できることを世界で初めて示した。1946年

南海地震前の目撃証言の収集を継続し、上下変動推定の

成果をまとめた。台湾成功大学との共同研究「台湾にお

ける水文学的・地球化学的手法による地震予知研究」を

引き続き推進し、成功大学において第13回ワークショッ

プを開催した。琉球大学と協力して1999年集集地震時の

台湾での地下水位変化に対する地震動の寄与の周波数依

存性を見積もった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、地下水、地殻変動、東海地震、

南海地震、東南海地震、ゆっくりすべり、

深部低周波微動 

 
［研 究 題 目］南海・東南海地震の前兆現象検出精度向

上のための共同研究 

［研究代表者］松本 則夫 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］松本 則夫、小泉 尚嗣、桑原 保人、

高橋 誠、今西 和俊、北川 有一、 

安藤 亮輔、板場 智史、落 唯史、 

武田 直人（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、南海・東南海地震予測に資するために、短

期的ゆっくりすべり・深部低周波微動の分布や発生間隔

の解析精度の向上を目標として、産総研・防災科研の

歪・傾斜データを共有し、同すべりの高度な解析やメカ

ニズム解明のために平成22年度から開始した。 

 平成25年度には、昨年開発した4成分の水平歪センサ

ーで計算できる4組の水平歪に着目した短期的ゆっくり

すべりの客観的な検出方法について、地下水等データ解

析・表示システムへの実装にむけて仕様を決定した。ま

た、昨年までに開発した産総研・防災科研・気象庁デー

タを統合した短期的ゆっくりすべりの解析手法を用いて、

四国から東海地域の過去3年間の短期的ゆっくりすべり

を高精度に決定し、発生履歴・すべり速度を詳細に明ら

かにした。三重県松阪市に設置した地震計約40点からな

る3次元地震計アレイ観測を継続し、従来の観測網では

検出できない詳細な微動の移動パターンの推定を継続し

た。また、微動の発震機構解の推定方法を開発し、同機

構解の推定を行った。国土地理院が公開する GNSS デ

ータを解析した結果、南海地域では1997年以降、長期的

深部すべりの前後でプレート固着の状況が変化しなかっ

たことを明らかにした。また、東海地域の長期的ゆっく

りすべりと固着との関係についての結果が国際誌に掲載

された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、歪、傾斜、地下水、ゆっくり

すべり、深部低周波微動、東南海地震、

南海地震 

 
［研 究 題 目］水素等の輸送貯蔵における安全ガイドラ

インの提案 

［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、恒見 清孝、中山 良男、

吉田 喜久雄、小野 恭子、布施 正暁、

牧野 良次、久保田 士郎、椎名 拡海、

高橋 明文、松木 亮、松村 知治、 

杉山 勇太、東 千加良 
（常勤職員12名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、水素ステーションの社会受容性を向上さ

せるために、水素ステーションのリスクを説明する際に

必要な、万が一事故が起きたらどういう被害があるかを、

これまでの漏洩口径を限定した被害ではなく、容器破損

や配管破断などの様々な条件を想定して、被害を数値シ

ミュレーションによって予測するとともに、それらの被

害予測に対してどういう対策によって、どの程度リスク

が低減されているかを明確に示す先進的なリスク評価手

法の開発を目指す。加えて、アンモニアの燃焼爆発特性

を明らかにし、火災、爆発被害を予測するためのデータ

を取得するとともに、アンモニア漏洩時の周辺住民の暴

露解析および有害性評価を行う。 

 また、水素に関する社会受容性調査については、以下

の手順で行う。まず、水素ステーション設置に関して、
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既存文献にもとづいて導入シナリオを複数設定する。次

に、水素ステーション導入シナリオによる大気汚染物質

と二酸化炭素の排出低減効果の定量的な評価をシナリオ

ごとに行い、地域および地球環境の持続性の側面から、

ヒト健康リスクと温暖化リスクの評価を行う。その上で、

水素に関するリスクと便益の定量的評価結果を提供した

社会受容性調査を実施して、過大視されやすいリスクイ

メージを変化させ、水素ステーションの安全と安心に関

するリスクコミュニケーションのあり方を検討する。 

 今年度は、水素ステーションにおける事故シナリオの

整理を行い、開口径や漏えい量でパターン化するととも

に、事故シナリオのパターン毎に最悪シナリオの想定を

行った。また、そのシナリオ毎のシミュレーションを行

うための計算環境の整備と大学との研究連携を進めた。 

 安全文化評価に関しては、過去にトラブルを起こした

CNG スタンドとトラブルを起こしていない CNG スタ

ンドを選定し、それぞれの安全文化の評価を行い、比較

を行った。 

 また、アンモニアの燃焼爆発特性実験を安全に実施す

るための実験環境の整備を進めた。 

 アンモニアの暴露解析および有害性評価に関しては、

臭気、刺激性、死亡等を生じ得るアンモニア暴露濃度を

決定するとともに、毒性影響の重篤度毎のアンモニア濃

度分布を推定するモデルを構築した。さらに、事故発生

確率を考慮して仮想的なガソリンスタンドとアンモニア

ステーション間のヒト健康リスクの比較を行い、アンモ

ニア漏洩に伴う死亡リスクは、ベンゼンの発がんリスク

に比べて大きい場合があることを明らかにした。 

 また、水素ステーション設置の導入シナリオを設定す

るとともに、水素ステーション普及の優先地域を対象に

ステーション周辺の曝露データを構築した。また、水素

ステーションの普及時における大気汚染物質と二酸化炭

素の排出の増減を評価し、NO2の大きな排出低減が図ら

れることを明らかにした。さらに、既に構築されている

水素ステーションのイメージにもとづく予備調査を行い、

ガソリンスタンドと比べて恐ろしさに対する認識は同等

で、未知性が高いことを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素ステーション、リスク評価、被害予

測、アンモニア、暴露解析、有害性評価、

社会受容性、リスクコミュニケーション、

リスクイメージ、大気汚染、二酸化炭素

排出 
 
［研 究 題 目］ナノリスク～繊維仮説への挑戦～ 

［研究代表者］本田 一匡（安全科学研究部門） 

［研究担当者］本田 一匡、阿部 修治、佐々木 毅、 

片浦 弘道、田中 丈士、藤井 俊治郎、

平野 篤、長沢 順一、針谷 喜久雄、

藤田 克英、兼松 渉、小野 泰蔵、 

太田 一徳、早川 由夫、山本 和弘、

山脇 浩、湯村 守雄、斎藤 毅 

（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ材料のリスク評価における最大の障壁である繊維

病原性仮説を検証するため、①繊維特性を保存した状態

で単層カーボンナノチューブ（SWCNT）を分散させる

技術の開発、②長繊維 SWCNT 分散液を用いた有害性

試験による生体影響の検証、③ナノ材料の包括的なリス

ク管理のあり方の検討、を行った。 

① 繊維特性を保存した状態で SWCNT を分散させる

技術の開発 

 多様な CNT の有害性評価を行う場合には複数の分

散方法を確保しておく必要がある。本研究では、低毒

性分散剤である天然 DNA と非イオン性界面活性剤

（ポリオキシエチレン(20)ステアリルエーテル）を分

散剤とする分散方法の開発を行った。 

 天然 DNA を分散剤する方法では、昨年度作製した

長さ10µm 以上（以下、長尺と略）の SWCNT を高

含有率で含む分散液などを用いた長期動物試験を実施

している。今年度は、試験液中の CNT の太さ分布の

正確な計測や金属不純物の含有量測定を実施した。こ

れらの結果は、来年度得られる動物試験の結果を解釈

する際に勘案する。 

 もう一つの有力な分散剤候補である非イオン性界面

活性剤を用いた分散方法についても、繊維仮説検証に

使用できる長尺分散液の調製方法を確立することに成

功した。そこで、この界面活性剤自体の有害性を確認

しておくための有害性試験を実施した。 

② 長繊維 CNT 分散液を用いた有害性試験による生体

影響の検証 

 ①の成果で得られた DNA 分散長繊維 CNT による

24ヶ月有害性試験を実施中である。6ヶ月経過時点に

おいて、遺伝子に対する直接影響を調べるためにコメ

ットアッセイ試験を行ったところ、異常所見は認めら

れなかった。 

③ ナノ材料の包括的なリスク管理のあり方の検討 

 ナノ材料の環境・健康・安全問題に関わるリスク管

理の可能性を検討するため、昨年度までの調査研究を

もとに、総説を投稿し、付加的な文献調査を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノテクノロジー、ナノ材料、カーボン

ナノチューブ、有害性評価、繊維病原性

仮説、分散剤 

 
［研 究 題 目］地震・津波および原発事故等の低頻度大

規模災害へ最適対応するための、次世代

リスク評価シミュレーション技術の構築 

［研究代表者］四元 弘毅（安全科学研究部門） 

［研究担当者］四元 弘毅、吉田 喜久雄、和田 有司、 
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玄地 裕、恒見 清孝、田原 聖隆、 

梶原 秀夫、牧野 良次、井上 和也、

岡村 行信、桑原 保人、堀川 晴央、

吉見 雅行、行谷 佑一、山本 直孝 

（常勤職員14名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、一旦発生すれば社会や経済に与える影響

が桁違いに大きい低頻度大規模自然災害リスクへの最適

対応を可能とするため、一次災害と二次被害を含めた複

層的な影響をシミュレーションする構造とそれらの災害

から発生する産業への被害リスクを評価する新たな考え

方に基づく分野横断的な総合リスク評価シミュレーショ

ン技術の構築を目指して研究を行っている。具体的には、

①一次災害予測シミュレーションサブシステム、②二次

被害定量化サブシステム、③リスク評価サブシステムか

ら構成される総合的なリスク評価シミュレーション技術

を開発している。 

平成25年度は、総合的なリスク評価シミュレーション

技術の完成に向けて、以下の研究開発を実施した。 

① 一次災害予測シミュレーションサブシステム 

 産総研所有の地震の揺れ即時推定システム

QuiQuake の改良を行いつつ、産業施設のフラジリテ

ィカーブを完成させ、また、南海トラフの地震による

愛知県での揺れと津波強度の推定を行った。 

② 二次被害定量化サブシステム 

 急性毒性の強い化学物質情報の追加を行うとともに、

津波発生時の被害推定機能の追加を行い、プラント事

故による有害化学物質と原発事故による放射性物質の

漏洩、拡散および避難範囲等を推定するサブシステム

を開発した。サプライチェーン分析については、①の

フラジリティカーブを用いて、中部地域における地震

および津波による生産停止による被害額を算出し、モ

デルを用いてその他地域への間接影響を算出するサブ

システムを完成した。また、製品レベルサプライチェ

ーン分析用暫定データベースは2000種類規模の製品レ

ベルサプライチェーン分析用プロトタイプデータベー

スへと高度化を実施した。 

③ リスク評価サブシステム 

 日本全国で把握されている震源における地震による

揺れに伴う建物と人的被害、および愛知県における津

波による建物と人的被害を、1km メッシュ分布で示

すサブシステムを開発した。また、地震の発生確率を

考慮した建物全壊と死亡リスクを1km メッシュ分布

で示すサブシステムを開発した。各サブシステムによ

り推定される損害を一般化リスク指標によって積算す

る災害リスク評価方法を確立し、簡単な操作で様々な

地震シナリオにおけるリスク評価を可能にするソフト

ウェアを開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］南海トラフ地震、津波、大規模災害、リ

スク評価、リスクマネジメント、フラジ

リティカーブ、産業被害、サプライチェ

ーン、化学物質漏洩、共通指標  

 
［研 究 題 目］地震・津波等の次世代リスク評価シミュ

レーション技術の構築 

［研究代表者］桑原 保人 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］桑原 保人、吉見 雅行、行谷 佑一、

堀川 晴央、長谷川 功 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、2011年東北地方太平洋沖地震を受け、地震

の揺れと津波による産業施設の一次被害から、サプライ

チェーン被害等も含めた2次被害を、今後発生しうる大

規模地震で的確に予測するための手法を開発するために、

安全科学研究部門と共同で産総研融合・連携推進予算

（戦略予算）によって昨年度より開始した。当研究セン

ターでは、産業種別ごとの地震の周波数毎の揺れと津波

に対するフラジリティカーブ作成および南海トラフの地

震について、愛知県の周波数ごとの揺れと津波強度の推

定を行なうことである。研究期間は H23年10月から

H26年3月であり、最初の1年間はフィージビリティー研

究として行った。  

 最終年度である本年度は、産業種別ごとのフラジリテ

ィカーブ作成に関しては、福島県、宮城県の公設試と協

力して得られた企業約800社のアンケート回答データや、

東北大学と清水建設（株）との協力関係を構築して得ら

れた約7000社（東北大）および500社（清水建設）のデ

ータについて被害状況を分析した。これらの被害データ

と、産総研 QuiQuake システムによる東北沖地震の揺

れ推定データ、昨年度作成した宮城県全域の津波高さ分

布の補完データを合わせ、揺れと津波に関する産業フラ

ジリティカーブを得た。さらに、理論計算および

QuiQuake の改良による東北地方の揺れの周期依存を2

通り計算し、周期依存の揺れのフラジリテーカーブの作

成を試みた。なお、予備的な結果としては、必ずしも周

期依存性は明確では無かった。また、東海・東南海・南

海地震について、安全科学研究部門で実施する2次被害

予測のシミュレーションシステムへの入力データとして、

各種の起こりうる地震を想定し、愛知県の周波数ごとの

揺れと津波強度の計算を実行し、結果を得ることができ

た。 

 以上の結果は、学会等で公表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］産業被害、東北地方太平洋沖地震、フラ

ジリティーカーブ、揺れ、津波 

 

［研 究 題 目］革新的創薬推進エンジン開発プログラ

ム（LEAD） 
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［研究代表者］湯元 昇（ライフサイエンス分野） 

［研究担当者］浅井 潔、Paul Horton、津田 宏治、 

光山 統泰、Martin Frith、 

清水 佳奈、富井 健太郎、 

花岡 悟一郎、縫田 光司、小島 功、

池上 努、堀本 勝久、広川 貴次、 

福井 一彦、五島 直樹、福西 快文、 

竹内 恒、久保 泰、夏目 徹、 

近江谷 克裕、古川 功治、山崎 和彦、 

久保田 智巳、肥後 範行、高島 一郎、 

松田 圭司、菅生 康子、久野 敦、 

佐藤 隆、梶 裕之、栂谷内 晶、 

安形 清彦、福田 道子、後藤 雅式、 

成松 久、千葉 靖典、清水 弘樹、 

舘野 浩章、宮岸 真、石田 豊和、 

亀井 利浩（常勤職員38名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 難治性疾患に対する新薬開発には、短時間に、低コス

トで、成功確率の高い、スマートな創薬プロセスを確立

することが鍵となる。本プログラムでは、3年間で創薬

プロセスのボトルネックを解消し新薬開発の効率とスル

ープットを高める技術、個別化医療に対応する技術、糖

鎖マーカーによる疾患の定量的評価技術の開発を目指し

て平成25年度より4つのサブテーマを推進している。

「IT・計測・ロボット技術による医薬候補分子の最適

化技術」では、定量プロテオミクスなどの高度なバイオ

計測技術と IT 技術を融合し、薬効の分子メカニズムを

明らかにするドラッグプロファイリング技術を完成させ

ることを目標としている。平成25年度は、そのモデルと

して実施したある種の肝炎治療薬が、前立腺がんの併用

剤として効果を発揮することを明らかにした。「糖タン

パク質マーカーによる疾患検出・診断技術」では、微小

領域の糖鎖プロファイリング技術を開発し、肝・胆管・

膵臓がんで臨床的価値のある糖鎖変化を発見した。「ゲ

ノム情報の活用促進技術」では、ゲノム検索精度・速度

の向上技術開発を実施し、ヒトとマウスのゲノムに新規

な相同領域2万カ所を突き止めた。また、患者の個人情

報保護のための秘匿検索技術開発も実施している。さら

に、「特定疾患での選択創薬技術の実践」では、大学や

製薬企業と連携し、感染症や疼痛といった具体的な疾患

を念頭に置いた先端創薬技術開発を行っている。これら

の課題を克服し、新たな技術を確立することにより、世

界をリードする大規模な創薬の国家プロジェクトに発展

させる予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］定量プロテオミクス、糖タンパク質、ゲ

ノム、秘匿検索、感染症、疼痛 

 
［研 究 題 目］革新的創薬エンジン開発プログラム 

(LEAD)「糖タンパク質マーカーによる

疾患検出・診断技術」 

［研究代表者］後藤 雅式（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］久野 敦、梶 裕之、佐藤 隆、 

栂谷内 晶、久保田 智巳、安形 清彦、

福田 道子、後藤 雅式、成松 久、 

千葉 靖典、清水 弘樹、舘野 浩章、 

宮岸 真、山崎 和彦、石田 豊和、 

亀井 利浩（常勤職員13名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 疾患細胞上の微少な糖鎖変化を検出する技術を開発す

るとともに、ペプチドや抗体等、生体内で利用可能な分

子による標的化技術を開発する。これにより、DNA や

タンパク質解析では新たな標的分子を見いだせない分子

標的薬開発のパラダイムシフトを進める。具体的には下

記の課題を実施する。 

1) 新規探索技術の開発 

1-1) 糖鎖解析技術の開発と標的分子の同定  

1-2) 標的膜糖タンパク質分子の探索と検証 

2) ペプチド等生体適合性分子による標的化技術 

2-1) 結合プローブの開発 

2-2) 結合プローブの評価技術の開発 

本年度の各課題の成果を以下に記す。 

1-1) 糖鎖解析技術の開発と標的分子の同定 

 グライコームマッピング法をデータ再現性面で改

良し、肝がん細胞表層に超微量で存在する糖タンパ

ク質の比較糖鎖解析に応用した。ウイルス性肝炎患

者発がん例、非ウイルス感染肝がん患者症例、結節

内結節肝がん症例の組織標本からがん部、非がん部

を単離し、比較糖鎖解析したところ、ある1つのレ

クチンのシグナル変化で特徴づけられる共通の糖鎖

変化が、がん部で観察された。今後組織標本のレク

チン染色により正当性を検証する。また、肝炎小胞

の1つとして、HBV 肝炎患者のウイルス感染肝細

胞から分泌され、血中に存在する粒径40～45nm の

HBV 粒子を対象とした、簡易エンリッチおよび比

較糖鎖解析手法の確立に取りくんだ。血中 HBV 粒

子が高濃度である患者では血清10µL 程度を用いた

解析が可能になっている。この手法を臨床的に有用

なものにするためには、10倍程度の感度向上が必要

であることが試算された。 

1-2) 標的膜糖タンパク質分子の探索と検証 

 プロテオミクスの手法によるタンパク質の大規模

同定実験で、同定の網羅性を向上させるためには、

前分画によって一試料当たりの複雑性（タンパク質

種類数）を減少させ、分析数を増やすことが常法と

される。このため一般に、組織や細胞を破砕して抽

出される可溶性タンパク質と残渣の不溶性膜タンパ

ク質に分けることが汎用される。このアプローチを

基礎として、疾患細胞の可溶性タンパク質からはマ

ーカーを、残渣からは創薬標的を探索することを目
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的とし、貴重な臨床試料にこのアプローチを適用す

るため、スケールダウンを目指す。 

 はじめは培養細胞の疎水性画分を利用して、膜タ

ンパク質をリストアップすることからはじめ、これ

を基礎情報として分析の微小化を目指す。25年度で

は、種々の肝がん細胞の培養液から総数約1,300種

の糖タンパク質を同定し、マーカー候補タンパク質

リストを作成した。また血球系細胞の疎水画分から

は約1,300種の糖タンパク質が検出され、その7割が

膜タンパク質であると予想された。この結果から、

用いた疎水画分分画試薬による膜タンパク質の濃縮

効率は十分ではなかったことが判明し、分画法ある

いは分析手順の改善が必要と考えられた。しかし、

約900種の膜タンパク質が同定され、探索やスケー

ルダウン法開発の基礎情報が得られた。 

2-1) 結合プローブの開発 

 疾患の細胞表面マーカーや疾患に関わる糖鎖や糖

タンパク質（標的分子）と結合するプローブの開発

を目的として、ファージディスプレイの系を用いて

新規のペプチドや抗体のスクリーニングを行ってい

る。また、産総研オリジナル技術である PERISS
法を用いてウイルスの抗原に結合するペプチドを創

製することや糖タンパク質を特異的に認識する低分

子ペプチドを創出する技術の開発も行っている。本

年度は、ⅰ) これまでに得られた糖鎖を認識する新

規抗体様分子の検定とファージペプチドライブラリ

ーを用いたスクリーニングに取り組んだ。ⅱ) B 型

肝炎ウイルスの抗原に結合するペプチドライブラリ

ーのスクリーニングを行った。ⅲ) キノコ由来のレ

クチン（40アミノ酸）のうち、糖に結合する最小単

位を同定する実験を行った。 

2-2) 結合プローブの評価技術の開発 

 標的となる糖タンパク質の合成を行い、プローブ

の結合能の評価を in vitro で評価する系を確立する。

さらにプローブと標的分子の相互作用を X 線結晶

構造解析や NMR、計算化学などにより評価し、2-

1と連携して結合能の最適化を進めることを目的と

している。今年度は(1) 40残基を超えるペプチドの

迅速合成法を確立した。またプローブが結合する糖

鎖構造を有する均一な糖ペプチドの合成にも成功し

た。(2) あるレクチンが認識する糖鎖構造を合成し、

レクチンと糖鎖の共結晶化の条件検討を行った。

(3) 糖鎖認識ペプチドプローブを大量調製し、

NMR による溶液立体構造解析を進めた。(4) 糖鎖

とプローブの相互作用の定量的評価を行うため、計

算機ツールのセットアップと糖鎖を含むテスト計算

を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、疾患糖鎖バイオマ

ーカー、グライコプロテオミクス、糖鎖

創薬、プローブ開発 

 
［研 究 題 目］アクティブ・バックプレーンの全印刷製

造プラットフォーム 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、牛島 洋史、鎌田 俊英、 

山田 寿一、峯廻 洋美、堤 潤也、 

野村 健一、日下 靖之、山本 典孝、

塙 優子、松岡 悟志、小倉 晋太郎、

藤田 真理子、岩瀬 典子 

（常勤職員9名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、シート状電子デバイスの構成に不可欠とな

る大面積・フレキシブルなアクティブ・バックプレーン

の全印刷製造を目標に、高均質な有機半導体薄膜の製造

が可能なダブルショット・インクジェット印刷技術、及

び超微細な金属配線の製造が可能なマイクロコンタクト

印刷技術などの産総研の独自技術を基盤として、半導体

／金属電極配線／誘電体の各印刷製造技術を統合する全

印刷製造プラットフォームの開発を行う。本年度は、こ

れら印刷技術を統合するために必要な、有機半導体材料

と製膜プロセス技術の高度化と最適化、インク液滴シミ

ュレーション技術とその応用展開、電極及び絶縁膜の一

括焼成による高精度アライメント技術、トランジスタの

高性能化に不可欠な高効率印刷電極技術、位置合わせ印

刷のための真空チャックアシストシート開発等の周辺技

術の開発をそれぞれ着実に進展させた。またアクティ

ブ・バックプレーンの全印刷製造を著しく高スループッ

ト化させることが可能な、有機ポリマー半導体のプッシ

ュコート製膜と高精細金属配線の表面光反応ナノメタル

印刷の新たな独自技術について、その材料・プロセスの

高度化を推進するとともに、後者についてはイノベーシ

ョン推進部との協議にもとづく知財強化と、本技術をシ

ーズとする大型外部資金プロジェクト化につなげること

に成功した。さらにアクティブ・バックプレーンの全印

刷製造のデモンストレーションに向けたフロントプレー

ン用表示媒体の検討を実施した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、アクテ

ィブ・バックプレーン、薄膜トランジ

スタ、インクジェット法、マイクロコ

ンタクト印刷、有機半導体、金属ナノ

インク 
 
［研 究 題 目］プリンテッドエレクトロニクス技術の標

準化に向けた計測・評価技術 

［研究代表者］山田 寿一（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］山田 寿一、徳久 英雄、吉田 学、 
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植村 聖、星野 聡、末森 浩司、 

小笹 健仁、白川 直樹、山本 典孝、 

福田 伸子、安部 浩司、野村 健一、 

所 和彦、堤 潤也、日下 靖之 

（常勤職員15名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

◆プリンテッドエレクトロニクスに関する国際標準にお

いて、認証機能を海外機関に主導されることによる国

内産業への弊害が無いよう、我が国での認証機能実現

のための評価対応体制の構築を目指す。 

◆プリンテッドエレクトロニクスにおける材料、デバイ

スの国際標準において、我が国の技術優位性を発現さ

せるための差異化点を評価する信頼性評価技術の確立

を目指す。 

研究計画： 

(1) 認証機能実現のための評価体制構築に向けた、材料

基本性能評価設備の整備ならびにそれを用いた評価デ

ータベースの構築を目指した指針作成を目指す。 

(2) 上記印刷形成単体パターンおよびデバイスの基本電

気物性に対する標準寿命・信頼性評価技術を確立し、

標準評価法として提案することを目指す。 

(3) 標準策定に関する業界との連携を強化するため、プ

リンテッドエレクトロニクス国際標準の受託団体であ

る JEITA との連携を図り、JEITA 規格ならびに国際

標準に材料、信頼性評価にかかる提案を行う。 

年度進捗状況： 

１．材料性能の標準評価計測体制を整備 

 標準印刷設備の導入整備を引き続き行い、印刷用イ

ンク評価デバイス作製システムを構築した。 

２．インク材料と基板に関するデータベース構築 

種々のインク材料と基板に関する印刷塗布性能評価

情報を広くデータベースとして構築することは、プリ

ンテッドエレクトロニクスにおける国際標準策定に協

力する際の前提条件となるだけでなく、産総研のみで

なく国内の技術動向を把握することにつながる。今年

度は、昨年度より着手した上記データベース構築を引

き続き行うとともに、印刷特性情報以外のインク特性

（粘度評価等）に関する情報収集の準備にも着手した。

本データベースは、持ち込みインク等を対象としてい

るため、単機能としての評価としてだけでなく、技術

スクリーニングサービスとして技術アドバイスを行う

ことによって公的機関の役割を果たすことも視野に入

れており、今後もデータ蓄積を継続する予定である。 

３．プリンテッドエレクトロニクスにおける標準策定活

動 

 コンソーシアムを通じた各種印刷用インク材料に関

する情報交換だけでなく、認証業務への発展を目指し、

標準委員会において標準策定の活動への協力を行った。

2つの JEITA 案が国際標準を目指して、順調に推移

している状態である。 

４．信頼性評価技術の開発 

 材料性能の優位性を発揮するポイントは材料寿命、

信頼性にある。この優位性を保ち、技術レベルのボー

ダーを導入していくための評価技術として、標準信頼

性評価技術の確立・整備を行った。印刷時に重要な液

滴形状の予測評価技術となる新数値解析シミュレーシ

ョン手法を産総研で開発し、市販ソフトに比べて桁違

いの高速計算を行うことに成功した。本ソフトは、印

刷性評価技術として外部公開している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］国際標準、標準策定、認証機能、信頼性

評価、JEITA 規格、印刷、印刷評価デ

ータベース、インク材料、プリンテッ

ドエレクトロニクス、フレキシブルエ

レクトロニクス 
 
［研 究 題 目］伸縮自在なセンシングデバイスの開発 

［研究代表者］植村 聖（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］植村 聖、吉田 学、渡邉 雄一、 

野村 健一、酒井 平祐、永見 武司、 

長久保 晶彦、小林 匠、加賀美 聡、 

小林 吉之、多田 充徳、宮田 なつき、 

阿澄 玲子、島田 悟、KIM YEJI、 

三田 直樹、金井 豊、岡崎 智鶴子 

（常勤職員15名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 健康で安全な生活を実現するために、カメラのような

プライバシーの侵害なしに社会のいたるところでバイタ

ルサインや人の動きなど見守ることができるセンサーの

開発が必要である。圧力センサーは体の動きや歩行など

を直接検出可能であることから、その用途を想定して約

1m×2m サイズのシート型の圧力センサーを開発した。

その際、人の細かな動きを検出するために圧力分布の分

可能を約1cm 角とし、約100×200個の圧力センサーア

レイの各測定点の高感度化と特性バラつきを抑制する技

術を開発した。また圧力センサーから得られたデータか

ら出力のばらつき補正を自動化し、そのデータから人の

よろめき、転倒等の動作識別する解析するソフトを開発

した。さらに圧力データとモーションキャプチャシステ

ムを同期させ、各パラメータを計測し比較することで、

カメラや、多数の装着型のセンサーを必要しないセンサ

システムの開発も行った。 

 今後シート型センサーより柔軟で伸縮性のあるセンサ

ーの開発を目指し、ストレッチャブル耐性の高い基板と、

そこに伸縮性のある電極を形成する要素技術の開発を行

った。今後、日常生活における安全確保や身体機能維持

を目的としたストレッチャブル圧力センサーを用いた新

しいデバイスを創出することを目指し、デバイス開発を
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担当するユニットと情報処理の開発を担当するユニット

が連携してプロジェクトを推進する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］圧力センサー、見守りセンサー、フレキ

シブルデバイス、印刷デバイス 
 
［研 究 題 目］レギュラートリーサイエンス拠点化にむけ

た調査研究 

［研究代表者］鎮西 清行（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］赤松 幹之、横井 孝志、鎮西 清行、 

伊藤 敦夫、井野 秀一、小関 義彦、 

丸山 修、小峰 秀彦、佐藤 洋、 

葭仲 潔、鷲尾 利克（以上、ヒューマ

ンライフテクノロジー研究部門）、 

本村 陽一、西村 拓一（以上、サービ

ス工学研究センター）、 

並木 周（ネットワークフォトニクス研

究センター）、 

工藤 知宏（情報技術研究部門） 

（常勤職員15名） 

［研 究 内 容］ 

 医療機器分野のイノベーションには、医学・工学・産

業のネットワーク化、医療ニーズと事業性を合わせた事

業化ニーズの発掘プロセスの確立と、臨床研究までの期

間短縮の3つが必要である。この分野では、これら三つ

を進めるにあたって薬事制度などの理解を含むレギュラ

トリーサイエンス（RS）が欠かせない。本研究は、医

療機器分野のイノベーションを推進する「医療機器産業

化ネットワーク」の構築を行い、その拠点となることを

長期目標として、平成25年度には既存のシーズを活用し

た医療機関、企業、産総研等工学研究機関をネットワー

ク化する試みを行った。その結果、電子カルテと連携す

る輸液ポンプと、筑波大旧病棟を活用した模擬病室で看

護師等が実験参加する体制を構築した他、ソフトウェア

医療機器の開発を支援する SCCToolKit を開発して、無

償公開に至った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］医薬品医療機器等法（薬事法）、サービ

ス工学、医療機器ソフトウェア 

 
［研 究 題 目］パロ癒し効果の科学的解明 

［研究代表者］柴田 崇徳（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］柴田 崇徳、小峰 秀彦、岩野 孝之、 

横井 孝志、高野 千尋、川口 幸隆、 

坂本 悦子（以上、ヒューマンライフテ

クノロジー研究部門） 

梶谷 勇（知能システム研究部門） 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 動物のように人と共存し、特に身体的な相互作用を通

して、楽しみや安らぎの精神的効果を与え、人の心を豊

かにすることを目的に、メンタルコミットロボット「パ

ロ」の開発を行っている。動物の場合には、アレルギー、

人畜感染症、噛み付き、引っかき事故、管理、衛生など

の問題で、動物を飼うことができない人々や一般家庭・

医療福祉施設などがある。メンタルコミットロボットは、

動物と同様に、人々に様々な効用を与えようとしている。 

 これまでに、アンケート調査や医療福祉施設での長期

実験などから、パロの効用に関して様々な評価を行い、

定量的、定性的研究により実証してきた。一般家庭では

ペットの代替として家族の一員に、医療福祉施設ではア

ニマルセラピーの代替として高齢者向け施設での生活の

質を向上させ、認知症高齢者の脳機能や行動を改善して

いる。 

 本研究では、アザラシ型ロボット・パロとふれあった

時の生理学的、心理学的応答を調べることによって、パ

ロによる心身への影響がどのようにして発生するのかを

明らかにする事を目的としている。パロによる心身への

影響を明らかにすることで、要介護者や認知症の患者に

対する精神的・身体的支援につなげていく。また、国内

外の社会制度にパロを組込むための臨床評価データの蓄

積等も医療福祉施設、研究機関、地方自治体等と連携し

て行っている。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］パロ、癒やし効果、ロボット・セラピー、

認知症 

 
［研 究 題 目］産総研ニューロマーケティング支援フレ

ームワークの構築 

［研究代表者］岩木 直（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］岩木 直、武田 裕司、永井 聖剛、 

木村 元洋、小早川 達、仁木 和久、 

長谷川 良平（以上、ヒューマンライフ

テクノロジー研究部門）、 

蔵田 武志、大隈 隆史、大西 正輝、

竹中 毅、本村 陽一（以上、サービス

工学研究センター） 

（常勤職員12名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

ヒトの意思決定過程を脳活動にブレークダウンして評

価する技術は、アンケートやヒアリングでは知りえない

潜在的な顧客の本音を知る方法として企業の意思決定の

手法（ニューロマーケティング）としても検討されてお

り、将来的にはサービス産業の設計に欠かせない技術に

もなりうる。他方、技術的には、ヒト認知・行動の計

測・評価技術から日常行動の計測と解析等の高度な技術

を統合的に行うと同時に、実環境で検証する必要がある。
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また、倫理面への配慮も欠かせない。こうした状況のも

と、企業でも強い関心を示すところが出てきているが、

総合的なフレームワークを社会に示し、産業界とともに

構築していく必要がある。 

本プロジェクトでは、①非侵襲脳活動計測データの統

合計測・解析技術、②無意識・情動による認知・行動・

選好過程修飾の評価技術、③VR 環境を用いた消費行動

関連脳活動と行動の同時計測技術、④脳活動データから

得られた消費者行動モデルの実際の購買履歴データを用

いた検証、⑤具体的事例への適用を目標としている。⑤

では、①～④の要素技術を統合して、ショッピングモー

ル内の1店舗を対象としたフィールドでの妥当性を検証

する。平成25年度には、(i) VR 環境(Service Field 
Simulator: SFS)中にショッピングモール内の顧客動

線を再現し、この環境内で安定的に脳波を計測する技術

を確立した。さらに、これを用いて、(ii) SFS 内で、

被験者の心理状態を評価するためのプローブ刺激を被験

者に与えながら脳波計測を行うことにより、周囲環境に

対する興味の度合い（視覚と他の感覚との間の注意リソ

ース配分のバランス）を定量的に計測できることを示し

た。本計画はショッピングモール内顧客動線を例にとっ

て、その周囲環境の変化に対する顧客の興味度合いの定

量評価を目標としているが、同じ技術は製品のデザイン

やユーザインタフェースなどにおける情報提示方法など

幅広い応用技術の展開（Neuro-Aided Design）が期待

される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］Neuro-Aided Design、サービス工学、

脳機能計測、無意識、ヴァーチャルリア

リティ 

 
［研 究 題 目］情報技術における音声命令の標準化 

［研究代表者］関 喜一（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］関 喜一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

多くの情報機器に一定水準の統一化された音声命令を

実装できるように標準化し、頸椎損傷や脳性麻痺など機

器操作に上肢を使用することが困難な障害者、及び視覚

障害者にとって高いアクセシビリティを実現する製品を

普及させる。全体の計画は以下の通り。 

・音声命令の基本要素の検討（H23年度） 

・音声命令の構築と検証の手続きの検討（H23-24年

度） 

・音声命令のための翻訳問題と言語間問題の検討

（H23-24年度） 

・音声命令登録のためのデータベースの開発（H25年

度） 

H25年度は、この研究の最終年度として、前年度まで

に蓄積した実験データから規程作成の準備を行い、また

標準化された音声命令を登録するデータベースの開発を

行った。 

合わせて H25年度は、音声命令の国際規格となる

ISO/IEC 30122について、Part 1（総則）と Part 4
（データベース）の DIS 投票を開始し、Part 2（検

証）と Part 3（多言語）の NP＋CD 投票を開始した。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］情報技術、音声命令、ユーザインタフェ

ース、情報アクセシビリティ 

 
［研 究 題 目］アジア人高齢者人工関節のための基盤技

術の標準化 

［研究代表者］兵藤 行志（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］兵藤 行志、野中 勝信 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

人工関節のより長期にわたる体内埋入を実現するため

には、優れた骨固定性や安定性が要求され、そのために

は高い形状適合性を有することが必須である。アジア圏

ではその人種や生活様式によって骨形態は多様化してお

り、必ずしも十分に形状適合せずに人工関節置換術の効

果が発揮されない症例も少なくない。この研究では、ア

ジア圏の高齢者により適した人工関節の適用に向けて、

骨形態の抽出と比較形態学的データ集、及び人工関節の

迅速力学試験方法に係る基盤研究を実施した。 

1) 骨形態の抽出と比較形態学的データ集 

 筑波大学整形外科と連携し、骨形態 CT データの収

集と解析を継続した。また、設計のための骨形状計測

方法原案を、『パーソナライズド人工関節の機能・安

全性評価基準』（経済産業省アジア基準認証推進事業、

INOTEK 及びナカシマメディカル株式会社）と連携

し検討した。 

ISO/NP 19233-1  Implants for surgery － Total 
knee-joint prosthesis －Personalized prosthesis:  

Part 1 Basic bone measurements for design 
2) 人工関節の迅速力学試験方法 

 人工股関節ステムを対象としたデータ収集を継続す

ると共に、迅速力学試験に資する、非破壊試験分野の

赤外線サーモグラフィ試験の国際標準化を推進した。 

2-1) 赤外線サーモグラフィ試験用語2013年10月2日発行 

 ISO 10878:2013  Non-destructive testing －

Infrared thermography－Vocabulary 
2-2) 試験方法通則 ISO 原案作成（WG コンビーナ、

PL） 

 ISO/AWI 10880 Non-destructive testing －

Infrared thermographic testing－General principles 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人工関節、アジア、骨形態、迅速力学評

価、赤外線サーモグラフィ試験、非破壊
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試験 

 
［研 究 題 目］インプラント用材料の電気化学的な評価

方法の標準化 

［研究代表者］岡崎 義光（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］岡崎 義光、有田 千成子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

革新的な医療機器の製品化の早期実現のためには、開

発費用の削減と薬事製造承認申請の加速化に有用な試験

方法を開発ガイドライン、或いは公的な規格等として制

定することが不可欠である。これらによって、インプラ

ント産業の活性化、輸入依存度からの脱却が期待される。 

インプラントの製品化では、力学的性能評価に加えて、

生物学的安全性データ（細胞毒性、遺伝毒性、動物埋植

試験、全身毒性、急性毒性等）の取得が必要となる。

2012年3月に生物学的安全性評価に関する通知が改定さ

れ、生物学的な安全性データの試験項目が4～7項目に増

加した。インプラント分野では金属材料が多いため、現

状の生物学的安全性評価では感度が低く試験結果は全て

陰性となり問題は生じないが、薬事製造承認申請では

GLP 下での試験が義務化されており医療機器製造企業

の多大な費用負担となる場合が多い。薬事製造承認制度

が日本と欧米とでは大きく異なるため、薬事法に準拠し、

開発費用の削減と薬事製造承認申請の加速化のためには、

生物学的安全性試験の代替え、或いは省略につながる感

度の高い工学的試験方法の開発ガイドライン、或いは公

的規格等を制定することが求められている。具体的には、

ISO 16428に引用されている JIS T 0302 「金属系生体

材料のアノード分極試験による耐食性評価方法」を参考

に、簡便で高精度な新たな試験方法として交流インピー

ダンス試験方法を加えることを検討し、ISO の電気化

学的な試験溶液等を踏まえた JIS 等の規格案を作成す

るとともに、規格化に必要な技術開発、生物学的な安全

性の基準データ等の薬事製造承認申請に有用なデータを

取得し、解説等に記載して取得データの活用を図る。 

平成25年度の成果としては、測定装置の構成、測定条

件、最適な測定周波数範囲の検討、解析方法、高周波域

から低周波域でのノイズの除去の方法等について検討し

た。また、最適な測定条件を検討するため、皮膜抵抗と

静電容量に対する表面積の影響に関するデータを取得し、

膜抵抗と静電容量に対する表面積の影響に関する基礎式

の妥当性を検証した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］整形インプラント、生物学的安全性の評

価、動物代替試験 

 
［研 究 題 目］映画等映像コンテンツのバリアフリー化

に向けた補助字幕設計手法の標準化 

［研究代表者］大山 潤爾（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］大山 潤爾（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

音や声を聞き取りにくい利用者のために、ニュースや

映画などの映像において、母国語のセリフや効果音を、

母国語の字幕で表示することを”補助字幕”と言う。 

現代においては、緊急災害時から日常生活まで、あら

ゆる場面で映像から情報を得る機会が多く、日本を含む

世界の先進国では、映像のバリアフリー化に向けた補助

字幕対応が急がれている。 

日本では、聴覚障害者と高齢の軽度難聴者などを合わ

せると、600万人以上が音や声が聞こえにくい状況にあ

る。更に、認知機能の低下による聞き取りにくさも考慮

すると、補助字幕による情報保障は2000万人以上に有効

であると見込まれる。 

本研究では、補助字幕の必要十分な品質を確保するた

めに、わかりやすい字幕設計の客観的根拠となるデータ

を取得し、国際標準として提案することを目的とする。 

具体的には、映像と字幕が利用者にどのように見えて

いるか、といった人間特性研究から、字幕をわかりやす

くするための表示条件を調べる。また、現状の映像や字

幕の設計と、それに対する利用者の理解や印象を調べる

ことで、日本の現状の字幕環境を踏まえて、映像や字幕

の製作会社とともに実現可能な設計標準を作成し、日本

から世界に提案する。 

今年度は、文字のサイズや色と表示時間が読みやすさ

に与える影響、および一般的な字幕における表示時間と

理解度の関係について調べ、読みやすい表示設計の基盤

データを得た。また、実際のテレビや映画を対象に、字

幕の表示時間や文章構造、そして、補助字幕が映像理解

や印象に与える影響についても調査を行い、現状の字幕

の一般的な設計を分析した。こうした結果は、学会や研

究会で発表し、これらの知見を元に、各種メディアで映

像のバリアフリー化の普及に向けた現状などを広く紹介

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］視認性、映像、注意、認知、記憶、バリ

アフリー、高齢者対応、障害者対応、情

報保障 

 
［研究題目］1型色覚および2型色覚の等歩度色知覚尺

度（色差）、色差式および均等色空間 

［研究代表者］坂本 隆（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］坂本 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

標準規格としての障害者等配慮設計指針を考える上で、

色覚異常を有する者（特に該当者が多い1型色覚と2型色

覚）への配慮は欠かせない。例えば日本人男性の多く
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（概ね20人に1人）が1型色覚か2型色覚である。にも拘

わらず、視認性確保のための客観的評価法、および1型

色覚と2型色覚が知覚する色の差異を表現する基準（色

差）などは、標準化されていない。 

そこで本研究では、1型色覚と2型色覚に配慮した視覚

標示物設計に際して必要となる、色の差異を客観的数値

として表現するための基準（色差）、計算式（色差式）、

色差を定義可能な尺度系（均等色空間）の構築と検討、

標準規格提案（JIS、CIE、ISO など）を目標とする。 

H25年度の成果は以下の通りである。 

国際照明委員会（CIE）の技術委員会 TC1-89で取り

まとめが検討されている「色覚障害者向け画像強調法

（ Enhancement of Images for Colour Defective 
Observers）」は、技術報告書に記載すべき内容につい

て、H25年初頭より TC 会議で議論が続けられている。

本研究代表者は、画像強調法に対する評価手法として、

1型色覚と2型色覚に配慮した色差、色差式、均等色空間

を含めること、技術報告書に当該の内容を追加すること、

等を提案し、第8回 TC 会議（平成25年1月24日開催）に

おいてこれが認められた。今後、1～2年間の議論を経て、

技術報告書に当該の内容が取り纏められる予定である。 
また、標準化の進捗に関する特記事項として、平成25

年4月にマレーシア（クアルランプール）で開催された

CIE Division 会議において、CIE143（International 
Recommendations for Colour Vision Requirements for 
Transport）改定を審議する JTC 副議長に、本研究代

表者が内定したことを報告しておく。今後 CIE143規格

の策定においても、1型色覚と2型色覚に配慮した色差、

色差式、均等色空間の活用が可能であると考えられるた

め、状況を鑑みながら検討を進める予定である。 
ISO/TC274（Light and Lighting）については、現在

ワークアイテムの検討がなされている段階であるが、将

来的には CIE TC1-89の成果を基に、ISO 規格化を提案

する計画であり、そうした計画を想定した活動を進める

予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］快適安全の標準化、障害者等配慮設計指

針、視認性、色覚異常、色差、色空間 

 
［研 究 題 目］放射線による癌治療の副作用低減技術

の開発 

［研究代表者］今村 亨（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］今村 亨、浅田 眞弘、岡田 知子、 

鈴木 理、古川 功治、高橋 淳子 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

放射線被ばくによる健康障害は多岐にわたり、特に高

線量の放射線による健康被害は重篤であるが、現状では

有効な放射線防護剤がほとんど存在せず、その開発が喫

緊の課題となっている。中でも癌の放射線治療の際に副

作用として起こる各種障害を低減することは、癌の治療

成績を上げ患者の QOL（生活の質）を高める事に大き

く貢献する。そこで本研究では、産業技術総合研究所で

開発し、放射線防護効果を有することを動物実験等で見

出したシグナル分子である新規細胞増殖因子 FGFC に

ついて、これを癌の放射線治療の過程で起こる種々の副

作用を防ぎ、患者の QOL を高め治療成績を上げるため

の放射線防護剤として創薬開発することを目指してい

る。研究目標として、１．癌治療時の放射線照射による

種々の副作用について、その低減に FGFC が有効であ

ることを種々の評価系によって示し有効な投与法を開発

するとともに、２．Good Manufacturing Practice 
(GMP)基準に準拠可能な FGFC タンパク質の大量生産

系を確立し、前臨床試験としての実験動物を用いた安全

性試験を行う。平成25年度途中に開始した本研究の達成

進捗状況は以下のとおりである。放射線照射による種々

の副作用については、表皮系、免疫系、個体死などの障

害について、FGFC の防護効果を示すことができた。

特に表皮系については FGFC 投与により放射線による

毛包細胞の障害を防護出来ることを示した。それ以外の

評価項目についても評価を進め、放射線による癌細胞と

正常細胞の受ける障害評価については実験系を構築し

た。FGFC タンパク質の大量生産系については、生産

量の視点からの課題解決に向けて進捗した。さらに前臨

床試験としての安全性試験を実施するための創薬コンサ

ルティングを受け、平成26年度に実施すべき動物実験の

計画を立案した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］放射線障害、防護、癌治療、シグナル分 

子 

 
［研 究 題 目］日印融合研究促進のためのイノベーシ

ョン拠点形成－アジアのバイオをリード

する研究ハブを目指す－ 

［研究代表者］近江谷 克裕 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、ワダワ レヌー、カウル 

スニル、大西 芳秋、戸井 基道 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

産総研では国際連携を重視しアジア各国を中心に

MOU 協定を元にした戦略的研究が推進されつつある。

特にインドとは2007年に日印首相間共同声明に基づいた

産総研とインド科学技術省バイオテクノロジー局

（DBT）との包括的研究（MOU 協定）が締結され、こ

れまでの研究課題に対して、2011年度から2000万／年の

インド政府予算が充当された実績がある。更に DBT-イ
ンドとの MOU 協定を元にした共同研究推進及び研究

者育成を推進するライフイノベーション研究拠点形成が

急務な課題である。特にライフ分野における産総研の強
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みは、的確に生理活性物質を探索、特定するスクリーニ

ング技術、そして個体・組織・細胞・分子レベルでその

生理活性メカニズムを解析するイメージング技術である。

そこで産総研の強みである2つの研究コアの整備拡充と

それを活用した国際研究交流を実施した。研究コアとし

ては１）生理活性物質のスクリーニング技術コア、２）

生理活性物質の動態、機序解析のためのイメージング技

術コア、とした。本活動に対して、産総研とインド

DBT の間で2013年4月にはインドと日本（産総研）にジ

ョイントラボを設立する事を同意、2013年10月3日には

DBT より産総研に対する研究資金提供（当初3年間

38,000千円／年）に関する契約を締結した。併せて産総

研側にジョイントラボを設立した。また、研究者育成と

して、2013年1月20－25日にイメージング技術コアが中

心にワークショップを開催、世界8か国16名の若手研究

者がイメージング技術を学んだ。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］イメージング、スクリーニング、国際連

携 

 

［研 究 題 目］化学物質リスク管理のための発光培養細

胞による化学物質安全性評価システムの

標準化 

［研究代表者］近江谷 克裕 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、丹羽 一樹、中島 芳浩 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

動物愛護の潮流の中で、化学物質の有害性を評価する

代替法に利用可能な産総研発の多色発光細胞技術の普及

が求められているが、結果の信頼性を保証する仕組みの

導入が不可避な課題となっている。このような流れの中、

H23年より OECD 化学物質テストガイドライン策定の

一環として、多色発光細胞を利用した皮膚感作性多色発

光細胞試験のバリデーションが開始された。また、H25

年度より産総研が開発した分泌青色発光酵素を利用した

皮膚毒性評価試験法に関する共同研究が開始された。そ

こで本研究では、世界的に構築されつつある発光細胞に

よる毒性評価技術の中で、産総研のベース技術である3

色発光細胞技術や分泌青色発光酵素技術を、OECD 化

学物質テストガイドラインを通じた標準化により国際的

な普及させるため、本年度は①皮膚感作性多色発光細胞

試験のバリデーション試験フェーズ IIb を元にプロトコ

ールを策定、バリデーション試験フェーズ IIc を開始し

た。2014年2月に妥当性を検証する VMT 会議を実施、

フェーズ III を行うことになった。②現在進行中のバ

リデーション試験のため、標準発光サンプル（標

準ルシフェラーゼ）の生産、精製、値付けを行い、

試験研究機関に配布した。③これまでの海外研究機

関との技術交流を通じて、多色発光測定法の技術移転を

希望するドイツリスク評価機関 ZEBET との共同研究を

継続、多色発光細胞技術及び多色発光校正技術の移転し

た。また、3色発光技術を全米標準局 NIST に紹介、技

術移転を検討中である。④産総研が開発した分泌青色

発光酵素を利用した毒性評価法が花王の皮膚毒性評価試

験法に採用され、試験法の共同開発を開始した。今後、

評価細胞に併せて分泌青色発光酵素を用いた毒性試験法

が OECD テストガイドラインに提案される可能性が高

いことから、本方法における問題点を精査、多色発光測

定技術と同様に標準サンプルの供給系を確立した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］毒性評価動物実験代替法、レポータアッ

セイ、国際標準化 

 
［研 究 題 目］電気活性高分子アクチュエータを用いた

医療福祉機器実現のためのドイツ、フラ

ウンホーファーIPA との国際連携研究 

［研究代表者］安積 欣志（健康工学研究部門） 

［研究担当者］安積 欣志、杉野 卓司、清原 健司 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 産総研で開発を行った電気活性高分子（EAP）アク

チュエータ素子の積層・大型化技術をドイツ、フラウン

ホーファーIPA（生産技術・オートメーション研究所）

と共同開発、この成果をもとに EAP デバイスの実用化

開発を加速化することを目標とする。 

研究計画： 

 EAP アクチュエータ素子の大型化・積層技術を開発

し、リハビリロボットや、医療用無音ポンプに使用可能

な、伸縮型アクチュエータデバイスのプロトタイプを作

製する。産総研において、素子の材料構成を検討し、

IPA においてシステム・デバイス化技術の検討を行う。 

進捗状況： 

 本年度は、昨年度、開発した薄型オートピペットプロ

トタイプの改良を進めた。具体的には、フラウンホーフ

ァーIPA と共同で、産総研で開発を行った EAP 高分子

アクチュエータを用いた薄型オートピペットのプロトタ

イプについて、駆動電極の形状、ピペットの吸い込み／

吐き出し口の改良を行い、Nanotech2014の産総研ブー

スで展示を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］電気活性高分子（EAP）、高分子アクチ

ュエータ、積層、大型化、システム化、

デバイス、プロトタイプ、医療用ポンプ、

リハビリロボット、オートピペット 

 
［研 究 題 目］グラフェン系材料の電磁波対策分野への

応用 

［研究代表者］長谷川 雅考 
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（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］長谷川 雅考、石原 正統(ナノチュー

ブ応用研究センター)、堀部 雅弘、 

飴谷 充隆、加藤 悠人（計測標準研究

部門）、中村 考志、蛯名 武雄（コン

パクト化学システム研究センター）、 

南條 弘（ナノテクノロジー・材料・製

造分野企画室付）、石川 純（計測・計

量標準分野企画室)、渡辺 一寿（イノ

ベーション推進本部知的財産部) 

（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 電磁波利用が生活に浸透し「第4の社会インフラ」と

なっている。今後、不要電磁波対策の要求がさらに高ま

ることから、電磁環境（EMC）・ノイズ対策関連市場の

成長は著しい。グラフェンは、軽量でかつ電気伝導性お

よび熱伝導性に優れることが従来謳われてきたが、それ

に加えて、物質レベルでの広範な電磁波特性の制御性が

優れていることが最近分かってきた。グラフェンは安価

な黒鉛から剥離分散した酸化グラフェンとして合成でき、

コスト・性能共に可能性が高く、様々な周波数帯域に対

応した電磁波吸収部材の開発に革新をもたらす材料とな

る。これにより、従来品と比較して革新的な薄さの電磁

波吸収体を実現することを目標としている。 

H25年度は、プラズマ CVD グラフェンによる電磁波

遮蔽材の特性発現を確認した。既存製品に比べて単位厚

さあたり格段の遮蔽効果を得た。透明性と電磁波遮蔽特

性を備えた稀有な材料として、波及効果が期待される。 

またグラフェン-粘土複合膜では導電性の付与に成功し、

非常に高い電磁波遮蔽効果を達成した。 

さらに極薄グラフェン膜や粘土グラフェン複合膜に特

化した測定系の整備と手法・評価方法の確立を行った。

また開発した技術を応用するため、産業界からのニーズ

の把握を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、環境・

エネルギー 

［キーワード］電磁波対策、グラフェン、粘土、測定技

術 

 
［研 究 題 目］革新的次世代 TCAD プラットフォーム

の開発 
［研究代表者］福田 浩一 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 
［研究担当者］伊藤 智、池上 務、越本 浩央、 

宮崎 剛英、石橋 章司、井上 靖朗、

鈴木 爾（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 Technology CAD（TCAD）は物理モデルに基づいて

半導体デバイスの電気特性を予測する計算機シミュレー

ションで、仮想実験によって研究開発を加速するための

キー技術である。つくばイノベーションアリーナ 

（TIA）拠点として、産総研で最先端半導体デバイスの

研究開発が進行する中、ナノスケールの微細化や新材料

の導入に加え、パワー、フォトニクスなど目的の多様化

にも対応できる、新しい TCAD システムが必要とされ

ており、産総研は各部門のシーズを結集して組織的に取

り組んでいる。パワーデバイスで必要な大領域の3次元

解析を実現するため、並列クラスタ計算手法を応用して、

従来の最大100倍の大規模・高速化を達成、産業界に提

供するとともに、さらなる大規模解析を実現するための

領域分割手法を提案した。ナノデバイスでは新材料を用

いたデバイスの特性予測を行うため、第一原理計算の結

果を TCAD に反映する研究を実施した。新原理デバイ

スとしてトンネル FET（TFET）の研究開発を実施し

た FIRST プログラム Green Nano-electronics Center 
（GNC）の中では、デバイス～回路まで一貫したモデ

リングに成功、Fin 型・ナノワイヤ型等の将来の TFET
デバイスの検討や、回路応用に関する共同研究に発展し

た。フォトニクス分野では、電磁界シミュレータと

TCAD を結合し、フォトダイオードや光導波路の解析

を可能にした。電磁界シミュレータはラマン分光測定や

光照射型走査型トンネル顕微鏡（STM）のモデリング

にも活用し、ナノスケールの計測精度向上を実現した。

さらには電磁界シミュレータを活用したパワーデバイス

の寄生インダクタンスモデリングにも発展しつつある。

このように次世代半導体デバイス研究開発のキーインフ

ラとして、本次世代 TCAD プラットフォームが多面的

の成果を出している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造   

［キーワード］計算論的デバイス設計、テクノロジー

CAD、計算機シミュレーション、トン

ネル FET、パワーデバイス、ナノデバ

イス、フォトニクス 

 
［研 究 題 目］RT ミドルウェアの動的なコンポーネン

ト配置・設定（DDC4RTC）の標準化 

［研究代表者］ビグス ジェフ 

（知能システム研究部門） 

［研究担当者］ビグス ジェフ、中坊 嘉宏、堀 俊夫、

安藤 慶昭、神徳 徹雄 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 多種多様なニーズに対応するオーダーメイド型の生活

支援ロボット産業の市場は萌芽期にあり、製品コストを

下げるためにもシステム開発効率の向上が求められてい

る。この問題を解決するために、ロボット技術をソフト

ウエアとしてモジュール化して再利用性を高め、技術の

蓄積を可能にする RT ミドルウエアのコンセプトを

NEDO プロジェクトにおいて示し、2008年に OMG に
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おいてロボット用のコンポーネントモデル（RTC: 
Robotic Technology Component）標準を発行した。平

成25年度は、3回の技術会議に参加し、2013年6月のベル

リン技術会議では、次世代コンポーネントモデルを確立

するためのワークショップを開催して最前線のコンポー

ネント技術について議論した。ワークショップでは13件

の講演があり、盛況に開催された。2013年6月のサンタ

クララ技術会議では、産総研の貢献が大半となる次世代

コンポーネントモデル（UCM：Unified Component 
Model）の標準仕様の公募が発行された。現在、産総研

が日本代表として UCM の標準提案書の作成を主導して

いる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボットソフトウェア、標準化活動、動

的組込みシステム、RT ミドルウエア、

OMG 
 

［研 究 題 目］FPC および関連製品のめっき表面の外

観検査法の標準化 

［研究代表者］野中 一洋 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］野中 一洋、古賀 淑哲、坂井一文、 

蒲原 敏浩、檜田 龍美、手島 寅浩 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 金めっきは電子回路基板、各種電子部品など、多くの

製品に使用されているが、ムラ、シミ等の表面性状の異

常検出については、現在、目視検査を中心に実施されて

いる。このため、検査者の熟練度の違いや疲れなどによ

って検査結果がばらつき、これが製造メーカと製品ユー

ザ間での品質に関するトラブルや過度の不良発生等の原

因にもなっている。これらの問題を解消し、製品の信頼

性を向上させるには、客観的検査基準を整備する必要が

ある。これは、目視検査者の負担軽減、育成にも貢献す

る。グローバル化に関しては、フレキシブルプリント回

路基板（FPC）では、アジアを中心とした製品製造の

海外シフトが進んでいる。ここで、日本人のきめ細かな

感性に検査方法を適合させていくことによって、海外製

品に対する日本製 FPC の品質優位性を確保できる。ま

た、日本企業の FPC 調達に際して、粗悪品の排除も容

易となる。我々は、これまでにマイスター型連携研究と

して、FPC 金めっき（金パッド）の光沢ムラ検査技術

の開発に取り組み、光学的手法によるムラの自動検出お

よび数値化技術を開発し、汎用性の高い小型検査装置を

試作している。本検査法の標準化推進によって、検査装

置としての需要拡大も期待でき、国内装置メーカの競争

力向上への貢献も期待できる。 

本研究では、FPC 金めっき微細パッドに対応する外

観検査法の業界規格化を早期に実現すると共に、種々の

材質・製品のめっき表面に対応する外観検査法として段

階的に検査対象を拡大する。最終的には、種々の材質･

製品に対応する外観検査法として、内容を段階的に拡大

した規格化を行い、IEC 国際標準化提案を目指す。 

平成25年度では、金めっき部位の微細化（サブ mm
サイズ）と種々の不良モードに対応できるよう、検査装

置の光学系および画像処理系の改良を行った。本検査法

の標準化については、関連の学会の中に官能検査自動化

研究会を新たに設立し、WG としての活動を通じて業

界規格化への提案を実施し、並行して国際標準化

（IEC）提案の準備を進めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］プリント回路基板、金めっき、光沢ムラ、

外観検査、標準化・規格化 

 
［研 究 題 目］ダイヤモンドライクカーボン膜の密着性

評価の標準化 

［研究代表者］大花 継頼 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］大花 継頼、間野 大樹 

（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

ダイヤモンドライクカーボン（DLC）膜は低摩擦・

耐摩耗特性に優れた硬質のアモルファス炭素膜であり、

広く産業界に適応が始まっている。しかしながら、膜内

に残留応力をもち、しばしば皮膜のはく離が問題になる。

皮膜の基板への密着性は、自動車部品、情報機器部品、

医療機器等の用途によらず実用性の面から極めて重要な

特性である。従来、DLC 膜の密着性評価には、スクラ

ッチ法やボールオンディスク摩擦試験法などの評価法が

用いられているが、統一的な評価法は確立されていない。

そこで、DLC 膜密着評価のための適切な評価法や評価

条件について検討を行った。DLC 膜は製法等の違いに

よって多くの種類があることが知られているので、同一

基板を用いて、代表的な3種類の皮膜を作成し、振動型

摩擦摩耗試験機を用いて、ドライ環境下でステップ的に

荷重を変化させながら摺動試験を行い、皮膜のはく離状

況について検討した。皮膜がはく離する荷重にばらつき

がみられることから、摩耗粉の噛みこみ等、さまざまな

要因がはく離特性に影響を与えることが明らかとなり、

ある一定のはく離荷重を規定することが適切ではないこ

とから、統計的な手法によってはく離荷重の違いを検討

した。さらに、得られた摩耗痕の観察から、はく離に至

るプロセスについて検討を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］トライボロジー、皮膜、はく離、標準化、

評価法 

 
［研究題目］パワーデバイス用セラミックス放熱基板

の機械的特性試験方法の標準化 

［研究代表者］宮崎 広行 



研 究 

(466) 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］宮崎 広行、吉澤 友一、大司 達樹、

平尾 喜代司（常勤職員4名） 

［研究内容］ 

本研究では、セラミックス放熱基板の機械特性として

重要な「破壊靭性」と「破壊強度」を評価する手法の開

発をする。どちらの測定法も、バルク材を対象とした評

価手法は標準試験法が規格化されているが、現状では薄

いセラミックス基板を測定することが困難であることか

ら、薄いセラミックス基板に最適な試験法の検討を行う。 

「破壊靱性」評価においては、薄板試験片の測定に有

望である SEPB 試験法をもとに、薄板試験片において

も測定できるように開発した手法のラウンドロビン試験

を行い、試験実施の容易性と再現性の検証を進めている。

また、作業がより容易な SEVNB 試験法についても検

討を始めている。 

「破壊強度」評価においては、きわめて薄いセラミッ

クス基板でも精度良く測定可能な最適試験法の選択を行

う。まずは現在主流の3点曲げ試験によるプレラウンド

ロビン試験により、問題点の洗い出しを行い、必要に応

じて他の試験法の検討も行う。各測定法につきセラミッ

クス放熱基板の製品に固有の反りなどに影響されにくく、

簡便かつ再現性があるかを実験的に検証する。 

国際標準化素案作成に向けて、素案における種々の規

定のバックデータとなる基礎データの整備を精力的に進

め、素案の骨格がほぼ定まった後に国際的なラウンドロ

ビン試験による再現性の検証を行う。上記開発目標を達

成し、国際標準提案の基礎となる2つの国際標準規格素

案を作成し、最終的に ISO の当該専門委員会

（ISO/TC206「ファインセラミックス」）へ提案するこ

とを最終目標としている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］セラミックス、放熱基板、機械特性、標

準化、パワーデバイス、窒化ケイ素、強

度、破壊靱性 

 
［研 究 題 目］エネルギーキャリアとしての水素貯蔵・

輸送技術 

［研究代表者］辻村 拓 

（再生可能エネルギー研究センター） 

［研究担当者］古谷 博秀、辻村 拓、小島 宏一 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研イノベーション推進戦略課題として実施。本プ

ロジェクトでは、夜間や春秋季等のエネルギー需要に対

して余剰となり得る再生可能エネルギーを化学変換し、

エネルギーグリッド間、季節間の時空を超えた再生可能

エネルギーの輸送・貯蔵・利用に係る技術の高度化を目

指している。平成25年度には、福島再生可能エネルギー

研究所へ水素製造・利用統合システムを設計製作し、実

証実験の準備を実施した。同システムは、変動する電力

を用いた電気分解・水素製造、有機ハイドライド系のエ

ネルギーキャリア製造とその大量貯蔵、ならびにエネル

ギーキャリアからの脱水素触媒を搭載した発電エンジン

から成る。今後、同研究所内の太陽光発電、風力発電等

のモニタリング結果をもとに、システムの実証評価を進

めていく計画である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］再生可能エネルギー、エネルギーキャリ

ア、水素、液体燃料、電力平準化、蓄電

池 

 

［研 究 題 目］IC の偽造防止技術の開発 

［研究代表者］吉田 学（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 
［研究担当者］植村 聖、吉田 学 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 印刷技術による回路の物理特性を PUF（Physical 
Unclonable Function）に応用する手法を研究するとと

もに、PUF の基本回路を印刷技術によって実現するプ

リンテッド PUF を開発し、将来のプリンテッド RFID
の実現に道筋をつける。 

 平成25年度は、印刷デバイス製造プロセス装置のセッ

トアップを行い、印刷 PUF の製造指針の確立に向けて

評価用リングオシレータ TEG を開発した。また、特性

評価システムのセットアップを行い、TEG を用いて半

導体・絶縁膜の特性評価を行った。CYTOP を用いた塗

布絶縁膜は、ゲート・ソース電極間に50V の電圧を印加

した際の漏れ電流が10-14A オーダーであり、十分な絶縁

特性を示した。塗布半導体として TIPS ペンタセンを用

いた FET、インバータ、リングオシレータを作製しそ

れぞれの動作確認・特性評価を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、環境・エ

ネルギー、ナノテクノロジー・材料・製

造 

［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、印刷金

属配線、RFID タグ、有機エレクトロニ

クス 

 
［研 究 題 目］IC の偽造防止技術の開発 

［研究代表者］堀 洋平（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］堀 洋平、松井 俊浩、寳木 和夫、 

古原 和邦、川村 信一、坂根 広史、 

片下 敏宏、昌原 明植、金丸 正剛、 

柳 永勛、大内 真一、大野 守史、 

柳原 昌志、五十嵐 泰史、小池 帆平、

小笠原 泰弘、吉田 学、鎌田 俊英、 

牛島 洋史、植村 聖、近松 真之 

（常勤職員17名、他4名） 
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［研 究 内 容］ 

 IC（半導体集積回路）の設計・製造工程の複雑化・

国際化や、リバースエンジニアリング技術の高度化に伴

い、偽造 IC の流通が顕在化して深刻な問題となってい

る。IC の価値そのものに目をつけた偽造行為は IC ベ

ンダ企業やユーザの金銭的損失をもたらし、2011年度の

調査では被害額は15兆円に達すると報告された。また、

現代において IC は重要インフラを支えるための必要不

可欠な部品であり、粗悪な偽造 IC は国民の生命に関わ

る重大な被害をもたらす危険性がある。したがって、産

業の利益と国民の生命・財産の保護のための偽造 IC の

防止・検出技術の開発が急務である。 

本研究では前述の問題を解決するため、セキュアシス

テム研究門、ナノエレクトロニクス研究部門およびフレ

キシブルエレクトロニクス研究センターが協力し、情報

セキュリティ研究とデバイス研究を融合することで IC
の 偽 造 防 止 技 術 Physically Unclonable Function
（PUF）の研究を行う。それぞれの研究ユニットは、

(1) PUF 構成・評価方式および利用技術開発、(2) 新

型素子・物理設計技術による PUF 高性能化基礎研究、

(3) PUF の低コスト製造と容易な利用を目指すプリン

テッド PUF の基礎研究、を担当する。 

今年度は、大量 PUF の評価環境の整備と、PUF の

認証誤り率制御法に関する研究を行った。また、新型素

子「三次元ポリシリコンチャネル FinFET」を用いた

SRAM TEG の設計を行い作製プロセスを進めるととも

に、ばらつきのレイアウト依存性評価用 TEG の解析を

行った。さらに、有機半導体 PUF 製造用印刷デバイス

の製造プロセス装置や印刷電子回路の特性評価システム

のセットアップを進め、これらを用いて印刷・塗布によ

るテスト回路の作製と評価を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］Physically Unclonable Function 
（PUF）、偽造防止、ポリシリコン

FinFET、ばらつきのレイアウト依存性、

有機半導体プリンテッド PUF 
 
［研 究 題 目］データベースの秘匿検索技術の開発 

［研究代表者］花岡 悟一郎 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］花岡 悟一郎、松井 俊浩、寶木 和夫、

渡邊 創、大岩 寛、縫田 光司、 

田中  哲、松田  隆宏、 Zongyang 
Zhang、照屋 唯紀（セキュアシステム

研究部門）（常勤職員8名、他2名)、 

浅井 潔、清水 佳奈、広川 貴次、 

津田 宏治、浜田 道昭（生命情報工学

研究センター） 

（常勤職員4名(内1名は兼務)、他1名）、 

中村 良介、小島 功、中村 章人、 

的野 晃整（情報技術研究部門） 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 科学技術の知識を集積したデータベース（DB）は、

IT と他分野との融合が進む中で、急速にビジネス活用

の機会を増大させている。しかし、ここにはジレンマが

存在する。DB でビジネスをするためには、DB の内容

を秘密にしておく必要があるが、その DB を使ってみよ

うとする利用者は、自分の欲しいデータが記載されてい

ることを確認しておきたい。試しの検索を許せば、利用

者はそれだけで満足し、ビジネスが成立しない可能性が

ある。また、利用者の検索は、たとえば新機能物質の分

子構造のような利用者の興味対象を露見することになり、

DB の所有者に有利な情報を与えてしまいかねない。検

索を秘密にするために、DB 全体を利用者に渡すことは

極めて高価であり、契約が成立しない。これらを解決し、

科学技術成果の集積と DB ビジネスの健全な発展を期す

ためには、利用者が自分の検索対象を秘匿にしたままデ

ータ検索を行う技術の実現が急務である。そのような

DB の典型例に、創薬において利用される化合物 DB が

ある。 

 この問題に対し、セキュアシステム研究部門、生命情

報工学研究センター、情報技術研究部門は、昨年度（平

成24年度）戦略予算研究により、化合物 DB に対するプ

ライバシ保護検索技術の設計、プロトタイプ・試験実装

作成およびその高速化、さらに、数学的安全性評価の大

部分を終えている。具体的には、次の二つの特長的機能

をもつデータ検索技術の研究開発を行ってきた： 

(ⅰ)利用者の検索内容を DB 側が一切知ることができな

い。 

(ⅱ)利用者側は自分の検索内容と十分に関連するデータ

項目の個数を知ることができるが、それ以外の情報は

一切知ることができない。 

 本技術の実用化に向けた課題は、次の（1）～（3）と

なっている： 

(1) ユーザの実用的ニーズを考慮した機能拡張と、長期

的なシステム運用に耐え得るより高い安全性レベルの

実現 

(2) 実利用されている DB での性能実証と、より多様な

データベース形式・検索条件への対応・機能拡張 

(3) 上記の機能拡張を安全に実現するための基盤的理論

の整備、広報活動、連携先獲得、ビジネスモデルの確

立 

 上記の目標に関し、本年度までに以下のような進捗状

況となっている。 

［課題(1)に対する進捗］ 

・既に開発した試験実装（80ビット安全性）に対し、新

たに112ビット安全性、128ビット安全性、192ビット

安全性、260ビット安全性への対応を可能とする機能

を追加した。 
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・また、上記の試験実装に対し、上述した5種類の安全

性レベルの可変的調整を可能とする機能を追加した。 

・本技術の潜在的な導入先となる外部企業・機関に対す

るデモ実演を行い、化合物 DB の秘匿検索技術に対す

る実用的なニーズに関するヒアリングを実施した。ま

た、そのニーズの一例として、データ項目の個数に加

えてデータ自体も検索結果として返す（他の情報は一

切漏らさない）化合物 DB 秘匿検索の機能拡張につい

て検討し、基本プロトコルの設計を行った。 

［課題(2)に対する進捗］  

・上述の安全性の可変的調整機能が追加された実装に対

し、性能評価を行い、十分実用的に動作することを確

認した。 

・導入先となりうる産総研内外の企業・機関との意見交

換を実施し、DB 秘匿検索技術の機能拡張に関する実

用的ニーズのヒアリングを行った。また、そのニーズ

の一例として、範囲検索に対応する秘匿検索技術の実

現に向けて検討し、基本方式の設計および試験実装も

行った。 

［課題(3)に対する進捗］  

・上記の機能拡張方式の設計と安全性解析に必要となる

基盤理論の整備を行った。特に、開発した化合物 DB
秘匿検索プロトコルの核となる楕円曲線暗号の実装の

高速化の研究をはじめ、秘匿計算プロトコルの設計、

暗号プロトコルの設計、ある条件下で達成可能な安全

性の限界の解析、より高機能な準同型暗号技術の開発

に関する研究を行い、査読付国際会議での発表および

論文投稿を行った。 

・約400人が参加したコンピュータセキュリティに関す

る国内有数の学術会議コンピュータセキュリティシン

ポジウム2013（CSS2013）において化合物 DB 秘匿検

索技術のデモ実演を行い、優秀デモンストレーション

賞を受賞した。また、産総研オープンラボなどを通じ

て、本研究成果の普及活動を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］秘匿計算、ゼロ知識証明、データベース

検索 

 
［研 究 題 目］TPEC 活用パワーエレクトロニクス研究 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 
［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、原田 信介、 

岡本 光央、岩室 憲幸、辻 崇、 

後藤 雅秀、俵 武志、坂井 隆夫 

（常勤職員5名、他24名） 
［研 究 内 容］ 
地球温暖化抑制のために二酸化炭素排出量削減が叫ば

れる中、電力損失の削減（省エネルギー化）に重要な技

術として、SiC による超低損失デバイスを用いた高効率

電力変換器（インバータ）の実現がパワーエレクトロニ

クス産業界から期待されている。そのために、TPEC
（Tsukuba Power Electronics Constellations）活用プ

ロジェクトで富士電機アドバンストテクノロジー株式会

社、アルバック株式会社、住友電気工業株式会社、トヨ

タ自動車株式会社、新日本無線株式会社と連携して大容

量 SiC-SBD/MOSFET の実用レベルでの量産技術の共

同研究を行った。本プロジェクトでは、デバイス開発だ

けでなく、高温、高耐圧用の実装技術の開発も行ってお

り、平成25年度は、パッケージ、モジュール試作用設備

の導入および立ち上げを行い、応用側へパッケージ品、

モジュール品の供給を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］SiC、低損失デバイス、MOSFET、 

SBD、パワー半導体、量産技術 

 
［研 究 題 目］地理空間情報メタデータおよび WEB 配

信方式の国際標準策定 

［研究代表者］小島 功（情報技術研究部門） 

［研究担当者］小島 功（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
本研究は、国際標準化フォーラム組織 OGC（Open 

Geospatial Consortium）が策定する地理空間情報のメ

タデータ（データに関連する情報）の検索と Web 配信

方式の標準規格に対し、ソフトウェアの実装や経済省の

衛星データへの適用に基づき改善点を提案し、新たな仕

様の策定（Catalog Service 3.0, CS3.0）に貢献するも

のである。OGC 標準は、 ISO TC211（あるいは

ISO/IEC JTC1など）へ持ち込まれてデジュール標準と

なり、最終的に JIS 化されるのが通例になっており、

本研究成果も同様の展開が期待される。 
3年計画の最終年度にあたる H25年度は、以下の研究

開発を行った。 
１）ソフトウェアの開発及び経産省衛星データへの適

用：議論中の新仕様（CS3.0）に準拠した独自のカタロ

グ検索サービス用ソフトウェア AIST-CSW の開発と改

良を続けた。産総研が研究開発を行っている地球観測デ

ータのプラットフォーム GEO Grid 上で経済省の衛星

メタデータの検索に使われ、衛星データ利用促進プラッ

トフォームからの統合検索に用いられると共に、産総研

が新たに構築した衛星データ Landsat-8の検索システ

ムとして広く一般にサービス公開するなど高い実用性を

実証した。利用者のフィードバックを得てインターフェ

イスを改良し、モバイルなど多様な機器からの利用を可

能にするなど実用性の高いソフトウェアとして開発を完

了した。 
２）仕様改善点の検討と規格提案等の標準化活動：引

き続き分散処理やインターネット検索との連携の部分に

おいて仕様の改善点の検討を進めると共に、OGC のカ

タログサービスのワーキンググループへの参加・発表を

通して、本仕様に関わる問題の洗い出しや仕様の周知に
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努めた。ワーキンググループでの仕様とりまとめ完成は

26年度にずれ込んだが、１)で完成したソフトウェア実

装の標準の互換性テストと合わせて年度中に行われる予

定である。また、OGC の技術委員会そのものの日本誘

致について東大および日立に協力し、H26年12月の開催

が決定した。引き続き協力および支援を行う予定である。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］地理空間情報、メタデータ、OGC 
 
［研 究 題 目］災害対応ロボットシステム開発 

［研究代表者］横井 一仁（知能システム研究部門） 

［研究担当者］横井 一仁、加藤 晋、尹 祐根、 

山野辺 夏樹、森川 泰、尾暮 拓也、

神村 明哉、金子 健二、中岡 慎一郎、

阪野 貴彦、安達 弘典、大山 英明

（以上、知能システム研究部門）、 

鈴木 良一、浮辺 雅宏（以上、計測フ

ロンティア研究部門） 

（常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

東京電力福島第一原子力発電所廃止措置に向けた作業

に貢献するため、各種災害対応ロボットシステムに関す

る研究開発を行っている。 

 東京電力から提供された現場状況をもとに、遠隔操作

で原子炉建屋内1階高所・狭隘部などの調査を行う「高

所調査用ロボットシステム」を本田技術研究所（以下、

ホンダ）と共同で開発した。高所調査用ロボットは、高

所作業台車（産総研担当）に、調査用アームロボット

（ホンダ担当）を搭載したものとなっている。原子炉建

屋内は配管等により天井高の低い箇所もあるため、走行

時には全高1.8m、全幅0.8m というコンパクトさを保

ちつつ、調査時には最大到達高さ7.0m を実現している。

高所調査用ロボットは、東京電力が運用しており、平成

25年6月と7月に2号機の原子炉建屋一階の高所・狭隘部

の調査を行い、最高4.3m の高さにおいて、放射線量・

設備状況等のデータを取得した。当該調査で得られたデ

ータは、東京電力福島第一原子力発電所廃炉の中で活用

されている。 

 統合ロボット GUI ソフトウェア Choreonoid を用い

て、災害対応ロボットのシミュレーションを円滑に行え

るように、モデルデータの整備、計測データの統合処理、

および Choreonoid の機能の改良を行った。また、計測

したポイントクラウドデータと CAD データに基づくシ

ミュレーションモデルと統合した環境を構築し、その中

でのクローラ型ロボットの操作シミュレーションを実現

可能とした。また、工業用内視鏡の送り出し装置に関し

て基本設計を進め、工業用内視鏡を送り出す機能と捩る

機能を備えたナックル部健全性調査装置プロトタイプを

開発中である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］災害対応、東京電力福島第一原子力発電

所廃止措置、高所調査用ロボットシステ

ム 
 
［研 究 題 目］超ハイブリッド微粒子製造プロセスの工

業技術確立と二酸化炭素霧化技術との融

合 

［研究代表者］川﨑 慎一朗（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］川﨑 慎一朗、藤井 達也 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

原料として、すでにベーマイトやアルミナなどの粒子

形態のもの、また水酸化アルミニウムなどの原料形態の

ものを用いて、東北大学のシーズである超臨界水雰囲気

での有機修飾技術の実験的検討を行った。有機修飾材は

モノカルボン酸9種類、ジカルボン酸7種類、不飽和カル

ボン酸であるオレイン酸などを用い、オートクレーブで

有機修飾実験を行った。その結果、ゾルスタートの場合、

粒子への有機修飾はされず、乾燥粒子スタートの場合は

ベーマイト、原料スタートの場合は水酸化アルミニウム

が、良好に有機修飾されることが分かった。特にベーマ

イトは有機修飾材の分子量が小さいと得られる粒子が長

軸方向に成長し、分子量が大きいと長軸方向への結晶成

長が抑制されることが分かった。また、水酸化アルミニ

ウムはオレイン酸で有機修飾した場合、塗料溶媒である

NMP に良好に分散することが分かった。今後、産総研

の連続装置を用いて連続合成実験を行う予定である。一

方、BKY 製の有機溶媒中に均一に分散されたナノ粒子

分散液を、ポリイミドワニス塗料に混合して成膜実験を

行ったところ、粒子の沈澱、凝集なく均一な成膜を得た。

また、成膜強度試験より、膜中の粒子濃度70%までは十

分な強度を有することが分かった。この結果より、有機

溶媒中に均一分散が可能なナノ粒子分散液を作成できれ

ば、均一な膜は得られることが確認された。今後、連続

合成及び塗料化の検討を行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界水、二酸化炭素、ナノ粒子 

 
［研 究 題 目］放射性セシウム廃棄物等の管理に関する

安全性評価技術 

［研究代表者］光畑 裕司（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］光畑 裕司、坂本 靖英、保高 徹生、

川辺 能成、杉田 創、井本 由香利、

宮崎 晋行、東野 晴行、石川 百合子

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、除染土壌等の放射性セシウム廃棄物の保

管施設（仮置き場）とその周辺環境における総合的な環

境管理及びリスク評価の基盤情報整備・技術開発を行い、



研 究 

(470) 

中立的・公共的な立場による保管施設の設計・環境管理

に関する基盤情報を整備・公開をすることを目的とする。 

保管施設の下部地盤の性状評価ならびに施設周辺のモ

ニタリングでは、福島県に代表的な土壌を対象とした非

放射性セシウムを用いた吸着試験を実施し、セシウムの

吸着特性に及ぼす土壌種の影響について明らかにすると

ともに、複数の吸着モデルを用いた検討を実施した。ま

た、保管施設の下部地盤の圧密と透水性について実験的

に評価した。さらに、福島県内の2自治体に設置された

仮置き場周辺の河川水および仮置き場からの排出水のセ

シウム濃度のモニタリングを実施した。これらを通じて、

保管施設その周辺環境における環境リスク評価のための

パラメータを整備した。 

 放射性セシウムの土壌・地下水環境での拡散に関する

数値解析モデルの構築では、保管施設より浸出したセシ

ウムの土壌・地下水環境での拡散の評価が可能な数値解 

析モデルを構築した。放射性セシウムの河川での濃度変

化を予測する数値解析モデルの構築では、人々の生活圏

に対応した小流域レベル（10km×10km）での環境影響

評価を目的として、表層および土壌・地下水を経由して

河川へ移行した放射性セシウムについて、バックグラン

ドの影響を考慮した時空間的な濃度変化の予測を可能と

する数値解析モデルを構築した。また、福島県農業総合

センターへの委託研究により、河川水を農業用水として

利水した場合を想定し、植物への移行係数に基づく環境

水－植物移行モデルを構築した。 

 構築された環境中でのセシウムの拡散に関する数値解

析モデルを地圏環境リスク評価システム（GERAS）、
安全科学研究部門が所有する水系暴露評価システム

（AIST-SHANEL）に組み込み、放射性セシウムの土

壌－地下水－河川－農地への移行に伴う環境影響評価を

可能とする安全性評価統合システムとして整備した。セ

シウム濃度のモニタリング結果との比較によりシステム

の信頼性を検証するとともに、複数のリスクシナリオに

基づく環境影響評価を実施した。その結果、仮置き場の

設置が周辺環境に及ぼす影響は小さく、環境中でのセシ

ウムの拡散には、土壌等に沈着したセシウムの寄与が著

しく大きいことを明らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］放射性セシウム、保管施設、環境モニタ

リング、リスク管理 

 
［研 究 題 目］気中ナノ粒子測定器の精度保証に関する

標準化 

［研究代表者］榎原 研正（計測標準研究部門） 

［研究担当者］櫻井 博、高畑 圭二（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 低濃度領域での粒子計数器の計数効率に対して、段階

的希釈法による実験的評価を行い、結果を高濃度領域か

らの理論的外挿による推定結果と比較した。両者が不確

かさの範囲で一致することを確認した。また、微分型電

気移動度分析器による粒径測定結果と比較して、動的光

散乱法による結果が大きめ、原子間力顕微鏡法による高

さ測定で小さめの結果が出る傾向を確認した。これらの

原因の考察とその補正方法及び補正に付随する不確かさ

の評価方法の提案を行い、その手順書を作成した。さら

に ISO/TC 24/SC 4において、凝縮粒子計数器校正方法

の規格（ISO 27891）の DIS としてのとりまとめにプ

ロジェクトリーダとして貢献するとともに、光散乱式粒

子計数器の規格（ISO 21501-4）の定期改訂において、

試験の不確かさの評価手順を日本から提案した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］エアロゾル、粒子、粒径分布、個数濃度、

電気移動度分析器、凝縮粒子計数器、光

散乱式粒子計数器、標準粒子 

 
［研 究 題 目］実用放射温度計の校正・評価技術に関す

る標準策定 

［研究代表者］石井 順太郎（計測標準研究部門、2014

年1月より企画本部） 

［研究担当者］石井 順太郎、山田 善郎、笹嶋 尚彦 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ものづくりや研究開発の現場など測定窓の汚れや光路

障害が問題となる現場で多く使用されている2色放射温

度計は、トレーサビリティの確保や校正・評価の技術基

準が十分確立されていない。そのため、2色放射温度計

について、固有性能の評価技術の開発、および単色標準

放射温度計等を参照標準とした校正技術の開発を行う。

上記の成果を用いて、2色放射温度計の規格化・標準化

の提案を目指す。 

 平成25年度は、産総研が主導して日本学術振興会温度

計測分科会に設置した2色放射温度計ワーキンググルー

プにおいて、2色放射温度計特有の用語の定義やその評

価方法を議論し、標準化原案を作成した。すなわち、2

色放射温度計の視野の定義とその評価方法を新たに提案

し、産総研において評価方法の検証を行った。また、2

色放射温度計の応答時間等の技術的課題の検討と新たな

定義を行った。以上より、2色放射温度計の標準化文書

を作る上で問題となる技術的課題についての議論は終了

し、標準化文書の原案を作成した。 

 一方、2色放射温度計の校正技術として、高温定点を

使用した定点校正法の検証を行った。Ru-C 共晶点、

Co-C 共晶点、Cu 点を2色放射温度計で測定し、単色放

射温度計の校正に使用されている特性式を2色放射温度

計に初めて適用し、評価した。その結果、ウィーン型の

特性式が2色放射温度計の校正に使用できる可能性が高

いことを実証した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射温度計、2色温度計、標準化、評価、
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校正 

 
［研 究 題 目］高分子の定量 MALDI 質量分析法の国際

標準化 

［研究代表者］衣笠 晋一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］衣笠 晋一、高橋 かより、松山 重倫、

厚見 英里（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 MALDI-TOFMS（マトリックス支援レーザ脱離イオ

ン化飛行時間型質量分析）法は、合成高分子やタンパク

質の構造解析手法として多用されていきた。本研究では

これを定量的な手法として用いるために必要な基礎情報

と検討を行い、それに基づいた共同測定の実施と測定規

格素案の提案を行うことを目的とする。対象としては末

端基の異なるポリエチレングリコール（PEG）誘導体

の混合物を選び、MALDI スペクトルの面積比から質量

混合比の推定が可能かどうかがポイントとなる。 

 平成24年度に行ったプレ共同測定にもとづきプロトコ

ルを作成し、VAMAS TWA28のプロジェクトの一環と

して国際共同測定を実施した（参加機関数は18）。まず、

平均分子量が約2000の PEG、PEG モノメチルエーテル、

及び PEG ジメチルエーテル（PEG-dMe）の各単体試

料3種、質量混合比が1:1の2成分混合試料3種、及び同比

が1:1:1の3成分混合試料1種を産総研から配布した。次

に、各参加機関が報告したピーク面積値を用いて単体試

料の数平均分子量と混合試料の見かけの質量比を算出し

た。これらの量について並行精度、室間再現精度、偏り

などの評価を開始した。また、次年度以降の新規提案の

ために定量 MALDI-TOFMS の ISO 規格作業案を作成

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］MALDI-TOFMS、定量分析、共同測定、 
ISO 規格 

 
［研 究 題 目］JIS B7556気体用流量計の校正方法及び

試験方法の改正 

［研究代表者］森岡 敏博（計測標準研究部門） 

［研究担当者］森岡 敏博、寺尾 吉哉、石橋 雅裕、

舩木 達也（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 現行の気体用流量計に関する規格である JIS B 7556
「気体用流量計の校正方法及び試験方法」について、流

量測定におけるユーザの規格利用の向上のため、2011年

に改正された類似規格である JIS B 7552「液体用流量

計の校正方法及び試験方法」と整合性が取れる原案改正

を目的とした。メーカーを交えた原案作成分科会を6回

開催し、改正内容について議論し、器差試験に関する記

述の復活、校正条件規定の絞り込み、不確かさ評価の簡

略化などを内容とする改正素案を作成した。さらに、ユ

ーザを含めた原案作成委員会を開催、最終原案を作成し

た。この原案に基づく改正版が平成26年度中に発行され

る予定である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］気体流量、規格化、JIS、不確かさ、校

正、トレーサビリティ 

 
［研 究 題 目］Standard for Rectangular Metallic 

Waveguides and Their Interfaces for  
Frequencies of 110 GHz and Above  
(110 GHz 以上の方形導波管およびイン

ターフェースの標準化) 

［研究代表者］堀部 雅弘（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 昨今、110 GHz を超える通信・センシング等の研究

開発において、導波管のベクトルネットワークアナライ

ザが多用されているが、110 GHz 以上の周波数では、

接続部（フランジ、インターフェース）の規格がなく、

デファクトスタンダードあるいは、それらを改良したフ

ランジが氾濫している。また、テラヘルツ領域では、既

存フランジでも高精度接続を自治減で着ないことから、

新たな構造のフランジの開発・実証と標準化が必要とな

っている。 

 新たなフランジ構造を考案し、1 THz を超える周波

数で接続の再現性を実証した。既存のフランジでは、接

続の繰り返しにより特性のばらつきが0.15程度であった

ものが、開発したフランジでは0.01程度以下を実現して

いる。 

 そして、あらたな国際標準化プロジェクトとして提案

する意向を IECTC46/SC46F の国際会議で伝え、了承

された。これを受け、次年度の NP 提案の準備のため、

既存企画の調査、国内委員会の立ち上げを行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］導波管フランジ、接続再現性、国際標準

化、テラヘルツ、ミリ波、サブミリ波 

 
［研 究 題 目］ナノ材料の特性評価手法に関連した標準

化 

［研究代表者］水野 耕平（計測標準研究部門） 

［研究担当者］阿部 修治、竹歳 尚之、藤本 俊幸 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ粒子の粒子径測定は、各国で法規制の準備が進め

られる中、重要性を増している。しかし高価な装置や使

用者の高度な熟練を要するものが多く、より低コストな

方法を望む声は大きい。本研究ではナノ粒子の比表面積

測定より計算される実効的な粒子径と電子顕微鏡観察等

により測定される粒子径との対応関係を調査し、比表面

積測定による簡便な粒子径決定法の規格化を検討する。

本年度は代表的なナノ粒子を選んで入手し、吸着等温線

の測定と比表面積の評価を行った。また、測定法の原理、
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長所と短所、他の測定法で得られる粒子径分布との関係

な ど を 調 査 し 、 ISO/TC229/JWG2/SG on Tiered 
Approach 会合で発表した。 

 また、ナノテクの社会受容の促進を図るため

ISO/IEC のナノテク用語規格 TS 80004のうち、Part 
1: Core terms に対応する JIS/TS 原案の作成・提案お

よび Part 3: Carbon nano-objects の定期見直しに対応

する。前者は ISO/TC229/JWG1における改定作業に協

力した。ただし、作業は全体的に遅れ、TC229委員会投

票は2014年に持ち越されることになった。後者について

は定期見直し投票（5ヶ月間）が2013年10月に開始され

たため、国内の意見募集を始めた。2014年3月までに日

本としての改訂意見を取りまとめる。改訂作業に入るの

は来年度となる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ナノテクノロジー、ISO、ナノ粒子、比

表面積、JIS、ナノ物体、用語 

 
［研 究 題 目］遠心加速度校正に関する標準化研究 

［研究代表者］大田 明博（計測標準研究部門） 

［研究担当者］大田 明博、野里 英明、穀山 渉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車の衝突安全性能試験に使用されるひずみゲージ

式加速度計の計測信頼性を確保するために、日本で従来

まで広く利用されてきた ISO 5347-7遠心加速度校正法

の廃案が審議され、反対を唱える日本に対して不確かさ

を含めた規格改訂案の提案が要求されている。日本とし

ては、衝撃加速度校正を主とする欧州をはじめとした諸

外国勢を説得するために、遠心加速度校正に関する不確

かさ評価、及び、衝撃加速度校正と遠心加速度校正との

整合性検証を行い、それら結果を反映した規格改訂案を

作成することが必要とされる。 

 本研究では、遠心加速度校正装置の民間製造事業者、

そのユーザである民間事業者（自動車業界）、衝撃加速

度校正装置を所有する産総研が協力して、遠心加速度校

正と衝撃加速度校正の整合性検証のためのラウンドロビ

ンテストと遠心加速度校正の不確かさ評価を行い、その

結果をとりまとめ、規格改訂案に反映させる。 

 平成25年度は、ラウンドロビンテストで使用する加速

度計選定のための事前評価を行い、ラウンドロビンテス

トのテクニカルプロトコルを作成した。さらに参加機関

との間でラウンドロビンテストを実施し、全参加機関の

校正結果が整合することを確認した。 

 2013年に行われた ISO/TC108/SC3会議において、日

本から ISO 5347-7の規格改定が提案され、ISO 16063-
17として改定することが決定された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］遠心加速度、衝撃加速度、ISO 5347-7、 

ラウンドロビンテスト、不確かさ評価 

［研 究 題 目］水中ふっ素化合物の定量のための流れ分

析法 

［研究代表者］宮崎 章（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］宮崎 章、中里 哲也、田尾 博明 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成21年3月に、JIS K 0170-6流れ分析法による水質

試験方法 第6部：ふっ素化合物が制定された。この JIS
規格は、流れ分析法を用い水中のふっ素をランタンアリ

ザリン錯体として発色させて吸光光度法で測定するもの

である。ISO 規格としては、同じ試薬を用いた手分析

による方法で水中ふっ素を定量する方法の規格があるが、

流れ分析法による規格は無い。流れ分析法は手分析より

も簡便・迅速な分析法であるため、我々は JIS K 0170-

6に基づいた方法を ISO 規格とするために、ISO TC147

に NWIP（新業務提案項目）として提案し承認された。

JIS K 0170-6では、FIA（フローインジェクション法）

と CFA（連続流れ分析法）は一つの JIS 規格であった

が、平成24年6月の ISO TC147の総会にて、FIA と

CFA の二つの規格案とすることと、CFA には吸光光度

法の他に Annex（付属文書）としてイオン選択性電極

を検出器とする方法も付け加えることが決定された。今

年度は、この決定内容に基づき WD（作業原案）を作

成し事務局に提出したところ、P メンバー（投票権のあ

る国の機関）の承認を得ることが出来た。その後、その

承認内容を基に CD（委員会原案）を作成し提出したと

ころ承認を得られため、DIS（国際規格案）を作成し事

務局に提出した。また、本 ISO 規格の成立のためには

Intercontinental Laboratory Trial（国際実験室共同試

験）が必要なため、共同試験の実施に向けて試験者の調

整や試験試料の調製などの準備を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水質分析法、ふっ素化合物、標準化、 

ISO 
 
［研 究 題 目］全有機炭素測定法による光触媒材料の水

質浄化性能評価試験法の開発（イノベー

ション推進本部） 

［研究代表者］平川 力（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］平川 力、竹内 浩士（評価部）、 

西本 千郁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 全有機炭素測定法を用いた水質浄化用光触媒および応

用材料の光触媒の性能を評価する試験方法を開発するた

めに、反応試験容器を試作した。試作した反応試験容器

を用いて、試験条件を厳密に決定するために必要な主要

パラメーターを変化させ、本試験を実施するに必要かつ

十分な条件を決定した。反応試験容器に接続するサンプ

リングポートを試作し、試験実施中の水温の制御ととも

に反応溶液の適切な管理を行えるようにシステムを構築
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した。また、全有機炭素測定機器の操作手順および測定

方法を1つに選定した。上記の試験条件を基に、試験に

用いる反応溶液の総量を TOC 計測を考慮して決定した。

その他、本試験に必要な器具、試験装置構成、薬品、試

験条件を決定し、水質浄化用光触媒の活性を評価する試

験手順について取りまとめた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、全有機炭素、水質浄化、活性評

価方法 

 
［研 究 題 目］化学物質フィジカルハザードに関する

TDG/GHS 国連試験法の標準化 

［研究代表者］松永 猛裕（安全科学研究部門） 
［研究担当者］松永 猛裕、薄葉 州、秋吉 美也子、

岡田 賢（常勤職員4名） 
［研 究 内 容］ 
化学物質の国際的な危険分類には国連が勧告する試験

法（TDG／GHS）が用いられている。この中で、発熱

分解エネルギーの量により、クラス1（火薬類）の試験

法を行わなくて良いとするスクリーニング試験の標準化

を検討している。今年度までに断熱熱量計では十分な信

頼性が得られないことを実証した。また、示差走査熱量

計（DSC）において問題となる試料量、加熱条件、容

器材質についての詳細検討を行った。これらの成果は国

連の危険物輸送専門家委員会において日本側改正案を提

出し、承認された。また、国内においては JIS 原案を

作成し、平成26年1月に JIS 4834:2013として発行され

た。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］危険物、爆発性物質、火薬類、発熱分解、

熱量計、標準 
 
［研 究 題 目］再生可能エネルギー導入拡大に向けた最

適技術導入シナリオ推計手法の開発 

［研究代表者］工藤 祐揮（安全科学研究部門） 

［研究担当者］工藤 祐揮、玄地 裕、田原 聖隆、 

本田 智則、村田 晃伸、益田 泰輔、

村松 良二、高田 亜佐子、藤井 千陽、

紀平 茂雄、横田 真輝、宮本 銀一 

（常勤職員6名、他6名） 
［研 究 内 容］ 
 わが国では再生可能エネルギー（再エネ）利用拡大へ

の期待が今まで以上に高まっているが、再エネの安定的

利用のためには電力需給調整力が同時に必要であり、ま

たそれに伴う消費行動の変化も生じうる。そのため、再

エネ導入拡大に向け、再エネ技術をエネルギーシステム

全体の最適技術構成の観点から評価するため、(1)再生

可能エネルギー発電の導入ポテンシャル評価および、

(2)エネルギー技術データベース・需要シナリオ構築を

行った。 

 (1)のためには、電力系統の規模、電源構成、可制御

需要機器の普及度、出力変動の大きさ、等さまざまな要

因の影響を考慮しなければならない。これらの要因を考

慮したエネルギーシステム分析を行うためには、太陽光

発電などの1時間単位の出力変化を電力系統規模の地域

単位でモデル化する必要がある。そのため、電力需要等

の変化を1時間単位で表現できるように拡張された我が

国のエネルギーシステムモデル MARKAL を用いて、

全国レベルで太陽光発電の1時間単位の出力変化をモデ

ル化し、2050年までの期間を対象として、太陽光発電が

大量導入された電力系統の最適電源構成と、それに対応

した電気自動車の充電パターンの最適化を分析した。そ

の結果、充電パターンの最適化により電気自動車の導入

が促進されることを見いだした。また、MARKAL モデ

ルのいっそうの機能強化に取り組み、時間的には3季節

（夏、冬、春秋）、3日類型（平日、休日、特異日）、1日

24時間の分解能と、地域的には全国を10地域に分割した

多地域 MARKAL モデルのソースコードとデータベー

スを開発した。 

 (2)では、(1)で開発した多地域 MARKAL モデルの

入力値となる、ライフサイクルの視点からのエネルギー

技術の効率・環境性能データ整備と、消費者行動分析に

基づくエネルギー需要シナリオを構築した。具体的には、

再生可能エネルギー電源大量導入時に必要となる調整力

として有望視されるヒートポンプ式給湯器・電気自動車

について、それらの製造から廃棄に至るライフサイクル

全体での CO2排出量を算出し、従来型給湯器およびガ

ソリン自動車と比較することで環境面での優位性を検証

した。いずれも使用段階からの CO2排出量がライフサ

イクル全体に占める割合が高いため、使用条件の違いに

よる CO2排出量の差、あるいは調整力として利用でき

る時間帯を詳細に検討できるように、住宅でのエネルギ

ー計測や道路交通センサスデータを用いて推計した時間

帯別給湯・交通需要に基づいたエネルギー需要シナリオ

を構築した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］再生可能エネルギー、導入ポテンシャル、

エネルギーシステムモデル、ライフサイ

クルアセスメント 
 
［研 究 題 目］産総研物質・材料データベースポータル

の整備 

［研究代表者］松永 猛裕（安全科学研究部門） 
［研究担当者］松永 猛裕、薄葉 州、秋吉 美也子、

岡田 賢（常勤職員4名） 
［研 究 内 容］ 
 RIO-DB「化学物質の爆発安全情報データベース」は

世界的にも例が少ない化学物質の爆発危険性を情報発信

するものである。今年度から、「分散型熱物性データベ

ース」と「有機化合物のスペクトルデータベース



研 究 

(474) 

（SDBS）」と統合し、一つの総合的なデータベースと

して運用できるような作業を開始した。このために、ト

ップページを全面的に更新した。また、各データベース

の構造を見直し、データも追加し続けている。平成25年

秋より、外部クラウドへの移行を開始し、8割程度のコ

ンテンツを移行した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］爆発、データベース、物性、危険物、情

報、標準 
 
［研 究 題 目］除染のあり方を考えるための放射性物質

汚染のリスク管理に関する研究 

［研究代表者］内藤 航（安全科学研究部門） 

       保高 徹生(地圏資源環境研究部門) 
［研究担当者］保高 徹生(地圏資源環境研究部門)、 

小野 恭子、岸本 充生、東野 晴行、

内藤 航、八十田 英市、上坂 元紀、

山田 千恵（安全科学研究部門） 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 福島県で進められている除染には膨大な予算が必要で

あるが、どこにどれくらいの費用がかかるのか、その線

量低減効果はどの程度かといった、適正な除染のあり方

の検討に必要な除染の費用と効果の関係について、俯瞰

的に解析した報告はなかった。そこで、福島における今

後の除染方針に関する議論の土台となる情報の提供や除

染等放射性物質の適正なリスク管理・対策に資する政策

的な提案を行うことを目的とした問題解決指向の評価研

究を開始した。さらに、放射性物質のリスク管理の意思

決定において、その重要性が改めて浮き彫りになった外

部被ばく線量の現実的な評価とその推定手法の開発を産

総研が開発に携わった小型個人線量計（D-シャトル）

を活用して実施した。GIS 活用して除染の効果と費用

の関係を解析した結果、除染特別地域の除染費用は1兆

円超と推定され、そのうち汚染土壌などの保管費用が

60%以上になると予想された。除染特別地域と除染実施

区域（福島県内）の総除染費用は最大5兆円程度になる

と推定された。D-シャトルを活用して約30人の福島在

住の住民を対象に個人の被ばく線量の計測をした結果、

個人の被ばく線量の測定値は、政府の推定値（特措法推

定）の30%程度であった。中通り地区の農業者を対象に

調査したところ、個人の被ばく線量率は屋外で作業して

いる時間帯が高いが、積算線量への寄与率で見ると自宅

にいるときの寄与が半分程度あることがわかった。場所

ごとに個人線量と空間線量の比を算出した結果、場所ご

とに違いがみられた。さらに、避難している人々が除染

後に帰還する場合，帰還意志を左右する因子を明確化す

るため，全国の居住者を対象としたオンラインアンケー

トを実施した。その結果、発がんリスク情報と被ばく量

情報という提示方法によって帰還意志が異なり、リスク

認知の因子の一つの「破滅因子」の大小が、被ばく線量

の大きさそのものよりも帰還意志に影響を及ぼすことが

わかった。成果の一部を産総研のホームページで公表し、

成果の普及のためのワークショップを行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］福島、放射線、除染、個人被ばく、リス

ク認知  

 
［研 究 題 目］研究情報公開データベースの強化事業 

（セラミックカラーデータベース） 

［研究代表者］杉山 豊彦 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］杉山 豊彦、大橋 優喜、楠本 慶二 

（常勤職員3名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研が保管する30数万点の釉薬テストピースについ

てデータベースを構築しインターネット上に一般公開し

てきた。釉薬テストピースは90年以上の陶磁器研究の過

程において作成された高水準の研究成果と実験過程が見

える形で残された貴重な資料である。データベースは公

開後10数年を経て、セラミックスの研究プロジェクトな

ど産業界に有効利用され、更にセラミックス以外の分野

からの利用も発生している。これまでの公開版データベ

ースは構築開始当初の利用者側のコンピュータ性能等を

考慮してデータ数や情報量の制限を行ってきたが、近年

の一般的なインターネット環境では多くの情報量の提供

や高度な検索機能が容易となっている。膨大な資料の情

報を提供することにより、データベースの利用価値を質

的に向上させることを目指して、データベースの再構築

を開始した。研究所内部に蓄積した未公開のデータにつ

いて正誤再確認を実施した。また、データ項目の新設、

検索機能の拡充、データベースシステムの改良などを検

討し、膨大な数のデータを一般公開するための整備を行

った。再構築後のデータベースは物質材料データバンク

に属し他のデータベースとの連携を実施するため API
等の設計と対象データの整備、今後の改良の検討を行っ

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、情報通

信・エレクトロニクス 

［キーワード］セラミックス、陶磁器、釉薬、発色、デ

ータベース 

 
［研 究 題 目］研究情報の公開データベース化事業 

（RIO-DB） 

（セラミックカラーデータベース） 

［研究代表者］杉山 豊彦 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］杉山 豊彦、大橋 優喜、楠本 慶二 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
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 産総研に30数万点の釉薬テストピースが保管されてい

る。それらのテストピースは陶磁器試験所以来の90年以

上の陶磁器研究の過程において作成され、研究過程とそ

の結果が見える形で残された貴重な資料である。この資

料から研究情報を抽出し体系的に整理して、産業や新規

研究開発に有効活用することを目的としてデータベース

構築を行う。平成25年度は、データ作成を継続して行い、

一般に公開するセラミックカラーデータベース用の新規

データを準備した。また、データベースのデータ項目構

成、データベース構築システムの改良、データベースの

今後の展開などについて検討を開始した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］セラミックス、陶磁器、釉薬、発色、デ

ータベース 

 
［研 究 題 目］構造部材への機能性表面創成技術の研究 

［研究代表者］穂積 篤 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］穂積 篤、浦田 千尋 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 はつ油処理は、指紋付着防止、フラックス這い上がり

防止、包装容器の油残り防止等、幅広い産業分野で実施

されている。一般にはつ油処理は、テフロン®に代表さ

れる有機フッ素化合物（低表面エネルギー材料）の使用

に依存しており、本用途に向けた多種多様な有機フッ素

化合物が開発されてきた。しかしながら、近年、有機フ

ッ素化合物の製造に必要な原料（蛍石）の価格高騰や、

長鎖パーフルオロアルキル含油有機フッ素化合物の人

体・環境への悪影響が懸念されており、本物質群に対す

る規制も年々厳しくなっている。このような現状を受け

て本研究の担当者は、これまで、表面分子の駆動性を上

げることで、表面の動的な濡れ性（滑液性）を向上させ

ることを試みてきた。平成25年度は、開発したハイブリ

ッド皮膜の優れたはつ液メカニズムを調査するため、皮

膜最表面（固／気および固／液界面）に存在するアルキ

ル 鎖 の 構 造 を 和 周 波 分 光 法 （ Sum-Frequency 
Generation Spectroscopy, SFG）により調査した。 

 SFG スペクトルより、ハイブリッド皮膜表面のアル

キル鎖は、周囲の環境（気体および液体の極性）に合わ

せて、その配座を変化させていることが分かった。アル

キル鎖と親和性の高い液滴（極性小、アルカン等）が表

面に存在すると、アルキル鎖配座の秩序性が向上し、親

和性の低い液滴（極性大、水等）はアルキル鎖の秩序性

を低下することがわかった。このような局所的な配座の

変化により、極性の低い液体ほど、ハイブリッド皮膜表

面を滑落しやすいことが明らかとなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］耐熱性、はつ油性、滑油性、ハイブリッ

ド、動的濡れ性 

［研 究 題 目］大面積調光ミラー薄膜の作製に関する研

究（カタパルト H25） 

［研究代表者］吉村 和記 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］吉村 和記、粂 正市（中部産学官連携

センター）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 透明な状態と鏡の状態がスイッチングできる調光ミラ

ーガラスは、冷房負荷を大幅に低減できる省エネルギー

ガラスとして期待されている。有望な応用先の一つとし

て自動車があるが、実際に自動車に使用することが可能

かどうかを検証するため、大型のデモ用調光ミラーシー

トの試作を行った。 

ターゲットの構造などを最適化することで、良好なス

イッチングを示す、A1サイズの調光ミラーシートの作

製に成功した。また、産総研において、B4サイズの調

光ミラー薄膜の作製が自由に行えるようにするため、大

型スパッタ装置用チャンバの製作も行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］調光ミラー、ガスクロミック、省エネル

ギー、スパッタリング 

 
［研 究 題 目］回転軸ぶれ検出機能を有するインテリジ

ェント・ロータリエンコーダの性能評価

法の確立 

［研究代表者］渡部 司（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡部 司、近藤 余範、佐藤 理、 

藤本 弘之、権太 聡、高辻 利之 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、産総研「特許」の技術移転として、角度誤差を

検出できる自己校正機能付ロータリエンコーダ

（SelfA）に、新たな特許として回転軸ぶれ検出機能が

付加された SelfA+が開発された。しかし新しい原理で

あることから評価技術が十分に発展しておらず、中小企

業が海外進出・展開するにあたって障害となっている。

そこで、このインテリジェント・エンコーダの中小企業

による海外販売の促進を後押しするために、SelfA+の
軸ぶれ検出機能を定量的に評価する技術を確立し、回転

機器の安心安全、高寿命化に貢献できる基盤技術を確立

する。 

 「軸ぶれ性能評価装置」を用いて SelfA+の軸ぶれ検

出精度の評価を行った。3種類（23 cm、11.5 cm、7 

cm）の目盛盤の直径が異なる SelfA+で評価実験を行っ

た結果、「軸ぶれ性能評価装置」が発生させた数マイク

ロメートルの軸ぶれを、どの SelfA+とも100 nm 以下の

精度で検出していることがわかった。産業機器が発生す

る軸ぶれ量は概ね100 nm 以上である。SelfA+の検出精

度はその要求に応えられる100 nm 以下である事が実証

された。工作機械等の製品評価等に必要な精度に十分達
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している事がわかった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］長さ計測、角度、位置決め精度、計測技

術 

 
［研 究 題 目］高圧液体漏れ検査装置の開発 

［研究代表者］吉田 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］吉田 肇（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー、航空・宇宙、自動車等の産業では、エネ

ルギー高効率化のため超高圧機器が使用されはじめてい

る。これらの機器では製造時の品質管理で高圧を加えて

の漏れ検査が必須であるが、従来のヘリウムガスによる

漏れ検査は、安全性・コスト等の点から量産に適用がで

きない。提案研究では検査媒体にヘリウムガスに替えて

液体を使用することで、安全・低コストで量産に適用で

きる世界初の高圧部品用の定量漏れ検査装置を開発する。

産総研は、標準コンダクタンスエレメントを用いて、液

体蒸気リークディテクターを校正するための液体標準リ

ークの開発を担当する。 

 今年度は、外部資金獲得に向けた基礎実験、提案書作

成のための打ち合わせ、ニーズ調査、アドバイザーの依

頼などを実施した。これら成果に基づき、次年度には、

中小企業2社、大学、産総研の4者で、外部資金に応募す

ることで合意した。アドバイザーとして公的研究機関、

大企業、中堅企業の合計4者に協力頂けることになった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］真空、計測、分圧、高圧、水素、ガス放

出、リーク、校正 

 

［研 究 題 目］高電圧直流給電対応スマートモニタリン

グシステム（DC-Smart Energy 
Monitoring System (SEMS))の開発 

［研究代表者］堂前 篤志（計測標準研究部門） 

［研究担当者］堂前 篤志、金子 晋久 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 データセンター等における電力消費量が著しく増加し

ており、それを削減するための大きな手立てとして情報

通信機器への直流による電力供給（直流給電）が進めら

れている。直流給電の導入に加えて、効率的な機器運用

や空調負荷の削減など、総合的な電力マネジメントを行

うことにより、より一層の電力消費量削減が可能になる。

電力マネジメントではまず電力消費の動向を正確に把握

することが重要であり、そのためには直流給電に対応し

た消費電力のモニタリング装置が必要となる。本研究で

は、このような背景に基づき、中小企業と共同で、高電

圧（380 V）における直流給電に対応した電力モニタリ

ング装置「 DC-Smart Energy Monitoring System
（DC-SEMS）」の開発に取り組んでいる。 

 電力計測の信頼性を確保するには、計測用センサの定

期的な校正作業が必要である。しかしながら、その際、

これまでの計測用センサでは電力供給を一時的に停止し、

センサを取り外して校正する必要があった。本年度、電

力供給を停止せずに校正作業を行える新たな機構を備え

た計測用センサを開発した。また、高電圧測定に必要な

分圧器を、簡便に校正可能なシステムの開発および評価

を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］直流電力、直流給電、電力モニタリング、

見える化、高信頼化 

 

［研 究 題 目］熱エネルギーを自在に操るための材料開

発 

［研究代表者］山田 修史（計測標準研究部門） 

［研究担当者］山田 修史、山下 雄一郎、馬場 哲也 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 各種ハンドブック、書籍、学術論文、製品カタログ等

を対象に断熱材料、蓄熱材料、熱電材料の熱物性データ

の現状を調査し、未利用熱エネルギー関連材料用熱物性

データベース構築に向けた情報整備を実施した。 

 熱物性分野ではデータ収録数が豊富な CINDAS LLC.
のデータベース TPMD の収録データへのアクセスを実

現した。本調査研究において、TPMD に収録された熱

物性データのインデックスファイルを入手し、産業技術

総合研究所の分散型熱物性データベースシステムと連携

して検索と閲覧を実現するためのユーザーインターフェ

イスの検討を開始した。 

 国内外の書籍・ハンドブックについて、未利用エネル

ギー関連材料の熱物性データとの関連について調査した。

1960年～2013年の期間にて出版されたもの対象とし、93

の書籍を候補書籍としてリスト化した。 

 科学技術論文を対象に、熱電材料の熱物性データ収録

に関する調査を行った。書籍「熱電変換材料」に掲載さ

れた論文180報の引用・被引用関係から10,650報の収録

候補論文をリスト化し、これらに対して、アブストラク

トやタイトルから熱物性データの収録有無を推定するア

ルゴリズムを構築し、その有効性を確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］未利用熱、エネルギー、データベース、

熱物性、材料物性 

 

［研 究 題 目］農産物の品質の現場評価装置開発 

［研究代表者］堀部 雅弘（計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 悠人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 穀物とりわけ米の水分量は、収穫時期や品質を評価す

るうえで重要なパラメータであるが、既存の方法では、

破壊検査や抜き取りによるサンプル評価である。また、
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高精度名評価方法である乾燥法では、1日以上時間がか

かり、現場での評価には向かない。そして、上記のどの

方法でも多量の米について、全数を評価することは不可

能であり、評価したサンプルの結果が全体の水分量を表

すものか疑問も残る。また、非接触で非破壊の観点から、

電磁波を用いた水分量測定が注目され、過去からさまざ

まな期間で研究されてきた。しかし、水分量を評価する

ために、評価対象である米を容器に入れ、さらにその充

填率が既知である必要があった。そのため、実用上、サ

ンプル評価となり、また、充填率のばらつきが評価結果

の精度に影響を及ぼしていた。 

 今回開発した方法は、米を容器に充填する必要もなく、

そのため、充填率には依存しない方法である。そして、

製造ラインを流れる米について、動的評価が可能である。

原理としては、これまでの誘電率測定に帰着せず、平面

回路を伝播する電磁波の振幅と位相を評価し、米が平面

回路上に存在するとき、その米の量に応じて振幅と位相

が変化する。その振幅と位相の関係は、水分量で決まる。

よって、振幅と位相変化の割合を測定することで、水分

量を決定することができる。実際に、米の水分量が10 %

～20 %程度において、±3 %程度での評価を実現した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］水分含有量、マイクロ波、減衰量、位相

量、非破壊、充填率 

 

［研 究 題 目］農薬残留分析の信頼性向上のための技能

試験 

［研究代表者］鎗田 孝（計測標準研究部門） 

［研究担当者］鎗田 孝、大竹 貴光、沼田 雅彦、 

高津 章子、青柳 嘉枝 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 玄米中の残留農薬を対象とした技能試験を実施した。

技能試験には、食品メーカー、農産物生産者団体、委託

分析所等58機関が参加登録した。試験試料として、農薬

が残留した玄米から粉末試料を調製した。参加機関は、

この試料中の3種類の農薬を分析した。参加機関から報

告された分析結果から付与値を算出し、これを基に各参

加機関の技量を評価した。また、産総研においても同位

体希釈質量分析法を用いて農薬を分析し、その結果を用

いた技量評価も行った。 

 以上の結果を報告書にまとめ、参加機関に配布した。

さらに、参加機関を対象としたセミナーを開催し、技能

試験の総括を行うとともに、本技能試験を通して得られ

た分析上の改善点に関する知見等を報告した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］残留農薬分析、農薬、技能試験、玄米、

同位体希釈質量分析法 

 

［研 究 題 目］物質・材料データバンク 

［研究代表者］馬場 哲也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］馬場 哲也、齋藤 剛、渡邊 宏、 

衣笠 晋一、浅井 こずえ、小野 千里、 

滝澤 祐子、鍋島 真美、山下 雄一郎、 

高澤 眞紀子、須田 幸子 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 物質・材料データバンク構想の下、複数のデータベー

スが参画し、それらデータベースを横断的に利用できる

ポータルサイトの整備を目的とし、SDBS および分散

型熱物性データベースに設置した検索用 WebAPI の運

用を開始するとともに、物質材料名、化学式、分子量、

構成元素とその数、特定の物理量を検索対象として、参

画データベース中に収録された化学物質および材料を検

索する機能を実現した。 

 また、ポータルサイトに付随する材料情報の基盤的デ

ータベースについて、データ整備を開始した。原子量は

IUPAC が推奨する値を整備するとともに、化学式から

構成元素とその数をカウントする VBA プログラムを作

成し、原子量と構成元素の情報から分子量を作成するな

ど、化学物質情報の整備を進めた。 

 参画データベースの中で最もアクセスの多い有機化合

物のスペクトルデータベース（SDBS）については、質

量分析（MS）206件、赤外分光（IR）502件、H-1核磁

気共鳴（NMR）128件と C-13 NMR 128件のスペクト

ルを独自に測定、評価した上で公開した。類似した化学

構造を持つ化合物ページへ簡易に遷移できる新機能

「SDBS 構造式 Web」を作成、公開するとともに、新

機能の設計・作成に関するアイデアおよび技術的内容を

まとめて研究発表した。公開している SDBS へは1日平

均14万回のアクセスがあり、年間で約400万スペクトル

がダウンロードされた。ユーザからのコメントへの対応

を適宜行った。 

 SDBS に次いでアクセスの多い熱物性データベース

においては、文献調査により炭化ホウ素のバルク材や金

属単体の蒸気圧を主とする約70件の熱物性データを新規

に整備した。さらに公共データとして2次利用を促すた

めに、個々の物性データにたいするライセンスを明記で

きるよう、データベース構造およびシステムを拡張した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］物質・材料ポータルサイト、横断検索、

データベース、知的基盤、熱物性、有機

化合物、スペクトル、元素、周期律表、

原子量 

 

［研 究 題 目］物質・材料データバンクの高度化 

［研究代表者］馬場 哲也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］馬場 哲也、山下 雄一郎 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
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 物質・材料データバンクを構成する複数のデータベー

スにおける量の記述方式を統一化して横断的な検索と表

示を実現するために、ポータルのマルチスレッド対応、

国際単位系（SI）とそれに対応する量の体系を記述す

るオントロジーの開発、元素組成比による物質・材料デ

ータの表示・検索機能の開発を行った。 

・ポータルのマルチスレッド対応 

物質・材料データバンクにおける参画データベースに

対する横断検索機能のユーザビリティ向上を目的に、

並列かつ非同期で検索リクエストの送信と構造化デー

タ（レスポンスデータ）の取得・解析・表示を行う機

能を実装した。さらにキャッシュ機能を利用して横断

検索結果の表示を高速化する機能を実装した。これら

の機能強化を通して、実用レベルの応答速度と操作性

を実現した。 

・国際単位系（SI）とそれに対応する量の体系を記述

するオントロジーの開発 

物質・材料データバンクにおいて、長さ、面積、体積、

質量、密度、電流、電圧、エネルギー、熱量、熱力学

温度、熱容量、比熱容量、体積熱容量、熱流密度、熱

伝導率、熱拡散率、熱浸透率の単位と量を Linked 
Open Data（LOD）技術により統一的に記述するた

めのオントロジーを開発した。 

・元素組成比による物質・材料データの表示・検索機能

の開発 

物質・材料系データバンクを構成する有機化合物のス

ペクトルデータベースなどの化合物のデータベース、

および熱物性データベース、セラミックカラーデータ

ベースなどの固体材料を収録したデータベースに収録

された多様な物質・材料について、元素組成比を算出

し、データベースポータルに収録するとともに、特定

の元素組成（絶対値）および元素組成比（相対値）を

有する物質・材料を横断的に検索し表示する機能を開

発した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］物質材料系データバンク、構造化データ、

クラウド、知的基盤、横断検索、量と単

位、元素、周期律表、原子量、元素組成

比 

 

［研 究 題 目］地震・火山噴火のリスク対策に関する国

際標準化 

［研究代表者］石川 有三 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］石川 有三、宝田 晋治、小泉 尚嗣、

桑原 保人、高田 亮、近藤 久雄、 

重松 紀生、古川 竜太、丸山 正 

（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、統一的な基準でアジア地域のデータ整

備を進め、CCOP 関係各国との協力を通して、より信

頼性の高い地震、火山データベースやハザードマップ、

リスクマップ作成のための活動を展開する。これらの成

果を Global Earthquake Model（GEM）や Global 
Volcano Model（GVM）等のデータベースにも反映さ

せることにより、国際標準化が進むことが期待される。

今年度は G-EVER（アジア太平洋地域大規模地震・火

山噴火リスク対策）推進チームを中心に、アジア太平洋

地域の研究機関等の訪問や研究協力を実施し、東アジア

地域地震火山災害図の作成、アジア太平洋地域地震火山

ハザードシステム構築等の地震・火山噴火のハザード、

リスクに関する活動を推進した。具体的には、インドネ

シア、フィリピン、シンガポール、イタリアと地震火山

ハザード情報整備プロジェクトに関する連携を進めた。

また、イタリア GEM 本部を訪問し、アジアの活断層情

報整備に関する研究打ち合わせを実施した。さらに仙台

市において、第2回 G-EVER 国際シンポジウムを開催し

た。これらの活動を含め、アジア科学技術会議

（SCA2013）、IAVCEI2013（国際火山学会）、AGU（米

国地球物理学連合）において、G-EVER に関する研究

成果発表を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震、火山噴火、リスク、国際標準、ア

ジア、太平洋、G-EVER 
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(3) 外部資金 

 中期目標や中期計画で定められているように、産業技

術総合研究所は、業務の効率的な実施による費用の低減、

自己収入の増加その他の経営努力により財務内容の改善

を図ることとなっており、そのため、外部資金や自己収

入の増加と固定的経費の割合の縮減に努めている。 

 外部資金の多くは、各省庁からの様々な制度に基づく

委託研究費で、その多くが、公募型資金となってきてい

る。産業技術総合研究所が受け入れる外部資金は、制度

的には、主に受託研究として受け入れられ、研究終了後

それぞれの委託元に詳しい成果報告がなされている。 

 

平成25年度に受け入れた受託収入等の状況 

資   金   名 
件数 

（ﾃｰﾏ） 

決算額 

（千円） 

受託収入  13,186,182 

(1) 国からの受託収入  6,764,157 

1) 経済産業省  5,021,004 

産業技術研究開発委託費 12 2,118,847 

石油天然ガス基礎調査等委託費 1 1,291,423 

放射性廃棄物処分基準調査等委託費 1 650,080 

石油資源開発技術等研究調査等委託費 2 150,680 

非化石エネルギー等導入促進対策調査等 

委託費 
2 144,614 

高圧ガス等技術基準策定研究開発委託費 3 128,344 

環境対応技術開発等委託費 2 121,198 

温暖化対策調査等委託費 1 92,877 

希少金属資源開発推進基盤整備委託費 1 85,142 

工業標準化推進事業委託費 6 67,780 

エネルギー使用合理化設備導入促進対策 

調査等委託費 
2 64,273 

石油製品需給適正化調査等委託費 1 44,737 

その他 3 61,009 

2) 文部科学省  1,317,159 

科学技術試験研究委託事業 4 1,043,483 

科学技術基礎調査等委託事業 3 252,619 

原子力基礎基盤研究委託事業 1 21,057 

3) 環境省  304,546 

核燃料サイクル施設安全対策技術調査 2 282,563 

試験研究調査委託費 1 21,983 

4) その他省庁 16 121,448 

(2) 国以外からの受託収入  6,422,024 

1）新エネルギー・産業技術総合開発機構 26 1,504,492 

2）その他公益法人 340 4,093,317 

3）民間企業 151 812,902 

4）受託出張  11,313 

その他収入  10,354,336 

(1) 資金提供型共同研究収入  3,433,315 

(2) 知的所有権収入  270,508 

(3) 外部グラント（個人助成金の間接経費分）  582,624 

(4) その他  6,067,890 

合   計  23,540,518 

※ 千円未満四捨五入のため、合計と一致しないことがあります。  

 

１）国からの受託収入 

【経済産業省】 

■産業技術研究開発委託費 12テーマ 21.2億円 

 重点分野（移乗介助、移動支援、排泄支援）のロボッ

ト介護機器の実用化に不可欠の実証プロトコル確立のた

めの研究や、機能や部品等のモジュール化や標準化の研

究を実施するための経費、他。 

 平成25年度は、21.2億円で事業を実施した。 

 

■石油天然ガス基礎調査等委託費 1テーマ 12.9億円 

 日本周辺海域に相当量の賦存が期待されているメタン

ハイドレートを将来のエネルギー資源として利用可能と

するため、平成28年度までに経済的に掘削、生産回収す

るための研究開発を実施し、我が国のエネルギー長期安

定供給の確保に資する研究を実施するための経費。 

 平成25年度は、12.9億円で事業を実施した。 

 

■放射性廃棄物処分基準調査等委託費 1テーマ 6.5億

円 

 わが国において原子力エネルギーを継続的に利用して

いく上で、原子力発電及び核燃料サイクルに伴って発生

する放射性廃棄物の処理処分対策を着実に進める必要が

あり、高レベル放射性廃棄物等の地層処分においては、

多重バリアシステムによって長期的な安全確保がなされ

る。この処分システムの成立性や安全性に係る信頼性を

一層高めていくため、天然バリアである深部地質環境の

状況把握と将来変化に係る調査評価手法の高度化開発を

行うための経費。 

 平成25年度は、6.5億円で事業を実施した。 

 

■石油資源開発技術等研究調査等委託費 2テーマ 1.5

億円 

 人工衛星を利用した高度リモートセンシング技術を石

油等の資源探査に活用するための基盤技術を活用するた

め、人工衛星から得られる画像データの処理解析技術等

の研究を実施するための経費。また、わが国の喫緊の課

題である大陸棚延長の可能性のある海域における資源地

質調査等を行うため、大水深域を対象とした資源探査技

術・データの蓄積を図るための経費、他。 

 平成25年度は、1.5億円で事業を実施した。 

 

■非化石エネルギー等導入促進対策調査等委託費 2テ

ーマ 1.4億円 

 再生可能エネルギー等からの高効率低コスト水素製造

技術、高効率な水素-エネルギーキャリア転換・輸送技

術等の技術開発を行います。さらに、国内外の再生可能

エネルギーサイト候補において、風況等の現地調査を実

施し、得られたデータ等を技術開発に反映するとともに

段階的・効率的な再生可能エネルギー貯蔵・輸送等技術

開発のシナリオを作成するための経費、他。 
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 平成25年度は、1.4億円で事業を実施した。 

 

■高圧ガス等技術基準策定研究開発委託費 3テーマ 

1.3億円 

 火薬類の貯蔵に係る包装や土堤等の新たな技術基準や、

火災リスクの高い小型冷凍機への可燃性冷媒の使用に係

る適切な基準のあり方等について調査を行うための経費、

他。 

 平成25年度は、1.3億円で実施した。 

 

■環境対応技術開発等委託費 2テーマ 1.2億円 

 iPS 細胞等を用いた再生医療及び新薬候補のスクリー

ニングの実用化を加速するため、iPS 細胞等の自動培養

装置等について、評価を行い、研究機関や企業等のニー

ズに合致した装置等の開発支援に資する研究を行うため

の経費。 

 平成25年度は、1.2億円で実施した。 

 

■温暖化対策調査等委託費 1テーマ 0.9億円 

 CCS 実用化に向けて安全性評価のために,弾性波探査

（反射法）を補完するモニタリング技術の開発に加えて、

モニタリング技術そのものを補完する観点から弾性波探

査で検知が困難と考えられる小規模な断層や薄い砂泥互

層などの地質構造の遮蔽性能を評価する技術の開発、及

びそれら基盤となる知見やデータの取得・整備を総合的

に行い、CO2挙動評価精度の向上とモニタリング・コス

トの低減化を目指すための経費。 

 平成25年度は、0.9億円で実施した。 

 

■希少金属資源開発推進基盤整備委託費 1テーマ 0.9

億円 

 自動車、IT 製品等の付加価値の高い環境配慮型の工

業製品の製造に必要不可欠なレアメタル等（レアアース

含む）について、基礎的な資源探査等を実施することで、

資源の開発促進及び資源保有国との関係を強化し、レア

メタル等資源の代替供給地の確保・安定供給確保を行う

ための経費。 

 平成25年度は、0.9億円で事業を実施した。 

 

■工業標準化推進事業委託費 6テーマ 0.7億円 

 ISO/IEC ガイド71の理念に基づくアクセシブルデザ

インを志向した製品・環境・サービスの体系的技術を開

発し，それに係る一連の国際規格原案を ISO/TC159

（人間工学）及び TC173（福祉用具）に提案すること

を目的とする経費、他。 

 平成25年度は、0.7億円で事業を実施した。 

 

 

■エネルギー使用合理化設備導入促進対策調査等委託費 

2テーマ 0.6億円 

 植物を用いた医薬品原材料・ワクチン・機能性食品等

の有用物質生産プロセスの開発およびその実証を産学官

連携の下で実施することにより、二酸化炭素排出削減効

果のある省エネ型革新製造プロセスを確立するとともに、

次世代ものづくり産業基盤を構築するための経費、他。 

 平成25年度は、0.6億円で事業を実施した。 

 

■石油製品需給適正化調査等委託費 1テーマ 0.4億円 

 最近問題となっている支燃性ガスを含む様々な混合ガ

スの爆発事故被害を予測出来るシミュレーション技術を、

実験的計測により解析・評価を行い、これらのガスを安

全に取り扱うために必要な措置の調査検討を行うととも

に、石油精製プラント及び石油化学プラントにおいて爆

発事故が発生した際のプラント内外への被害を予測する

ための手法の開発を目指すための経費。 

 平成25年度は、0.4億円で事業を実施した。 

 

■その他 3テーマ 0.6億円 

 

【文部科学省】 

■科学技術試験研究委託事業 4テーマ 10.4億円 

 「ライフサイエンス」、「情報通信」、「環境」、「ナノテ

クノロジー・材料」、「防災」の5分野において、文部科

学省が設定した課題等に関する研究開発を実施するため

の経費。 

 平成25年度は、10.4億円で実施した。 

 

■科学技術基礎調査等委託事業 3テーマ 2.5億円 

 沿岸海域に存在する6つの活断層を対象として、地震

調査研究推進本部が今後長期評価等を行うために必要と

なる、活断層の活動履歴や位置・形状に関するデータの

取得を目的とした調査観測・分析を実施する等のための

経費。 

 平成25年度は、2.5億円で実施した。 

 

■原子力基礎基盤研究委託事業 1テーマ 0.2億円 

 基礎的・基盤的原子力研究を推進するとともに、政策

ニーズに基づく重点化を図りつつ、将来の応用までを視

野に入れた研究を推進することにより、原子力分野の研

究基盤の重点的な強化、および持続的・安定的な原子力

技術の向上を図るための経費。 

 平成25年度は、0.2億円で実施した。 

 

【環境省】 

■核燃料サイクル施設安全対策技術調査 2テーマ 2.8

億円 

 放射性廃棄物の地層処分に係る概要調査などの立地段

階における調査のガイドライン、調査結果のレビュー及

び安全審査時に必要な安全評価手法の構築とその手法を

適用した安全評価に資する知見・データの整備に資する
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研究実施のための経費。 

 平成25年度は、2.8億円で事業を実施した。 

 

■試験研究調査委託費 1テーマ 0.2億円 

 環境省設置法第4条第3号の規定に基づき、関係府省の

試験研究機関が実施する公害の防止並びに自然環境の保

護及び整備に関する試験研究費を「地球環境保全等試験

研究費（公害防止等試験研究費）」として環境省におい

て一括して予算計上し、その配分を通じて国の環境保全

に関する試験研究の総合調整を行うための経費。また、

地球温暖化分野を対象として、各府省が中長期的視点か

ら計画的かつ着実に研究機関で実施・推進されるべき研

究で、地球環境保全等の観点から(1)現象解明・予測、

(2)影響・適応策、(3)緩和策、などをテーマとする研究

課題を実施するための経費。 

 平成25年度は、0.2億円で実施した。 

 

【その他省庁】 16テーマ 1.2億円 

 

２）国以外からの受託収入 

■新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 平成25年度は、26テーマを15.0億円で実施した。 

 

■その他公益法人 

 平成25年度は、341テーマを40.9億円で実施した。 

 

■民間企業 

 平成25年度は、150テーマを8.1億円で実施した。 

 

■受託出張 

 平成25年度は、受託出張の経費0.1億円を受け入れた。 

 

３）その他収入 

■資金提供型共同研究収入 

 平成25年度は、民間企業から31.0億円、民間企業以

外から3.3億円の合計34.3億円の資金提供を受け共同

研究を実施した。 

 

■知的所有権収入 

 平成25年度は、当所が所有する産業財産権等を企業

等に利用させた実施料収入等として2.7億円を獲得し

た。 

 

■外部グラント 

 平成25年度は、科研費補助金及び研究助成金の経理

委任収入（間接経費分）として5.8億円を受け入れた。 

 

■その他 

 平成25年度は、計量標準供給業務・計量教習業務に

よる手数料収入、地質図幅等の頒布収入、産学官連携

活動の一環として当所施設内で連携先が共同研究等を

行うときの経費負担収入及び国等からの機関補助金等

として、60.7億円を受け入れた。 
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1) 国からの外部資金 

①【経済産業省】 

・産業技術研究開発委託費 

［研 究 題 目］高効率 CO2還元触媒の半導体光触媒へ

の複合化に関する研究 

［研究代表者］姫田 雄一郎 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］姫田 雄一郎、三石 雄悟、砂 有紀、

徐 紹安、前川 秀、塙 晴美 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、半導体光触媒の水分解により生じた水素

（電子）を用いて二酸化炭素の固定化・燃料化を目指し

た人工光合成技術の基礎研究を目的とする。可視光応答

型光触媒と二酸化炭素の変換錯体触媒などの高い人工光

合成用触媒技術を持つ産総研と、錯体触媒等の高度な材

料・反応機構解析技術を有する米国ブルックヘブン国立

研究所（BNL）が、補完的に協力し、共同研究を行う

ことにより、革新的な人工光合成触媒の基盤的技術の確

立を目指す。 

 本年度は、開発した高性能触媒の反応機構解明を、産

総研では実験的なアプローチで、BNL では計算化学的

なアプローチで行った。その結果、触媒配位子上の水酸

基が脱プロトン化して生じたオキシアニオンが、水分子

を介した活性中心と相互作用することにより、水素分子

を著しく活性化することを、両アプローチから結論付け

ることができた。また、新規触媒配位子を用いたコバル

ト触媒の合成および X 線結晶構造解析を行った。これ

により、水酸基の位置によって、水分子の配位構造が異

なることが分かった。また、コバルト触媒は二酸化炭素

の水素化反応において触媒活性を示すが、耐久性が低く、

水中でシクロペンタジエニル配位子が脱離することが分

かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］炭素固定、水素貯蔵 

 
［研 究 題 目］色素増感起電力を利用した水分解水素製

造 

［研究代表者］小野澤 伸子 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］小野澤 伸子、草間 仁、舩木 敬、 

三石 雄悟、小西 由也、北尾 修、 

福 康二郎、中澤 陽子、大塚 裕美 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 光のエネルギーを用いて見かけの電気分解効率を向上

させ、水素コストを大幅に低下させる技術として半導体

光電極水素製造がある。この光電極は太陽電池による補

助電源が一般的には必要であるが、この電源電力も低コ

スト化する必要がある。本事業では、低コスト水素製造

のために半導体光電極および、補助電源用の太陽電池と

して革新的な低コスト化が期待できる色素増感セルの起

電力を組み合わせた統合水素製造システムの研究を米国

のブルックヘブン国立研究所（BNL）と協力して行

う。 

 半導体光電極の反応機構の解明に関する研究では、2

価のマンガンイオンを利用した酸化反応促進サイトの可

視化を試みた。その結果、（001）面以外のほとんどの結

晶面に対して二酸化マンガンの析出が確認され、酸化反

応が進行している結晶面の可視化に成功した。また量子

力学計算ソフトウエア CASTEP を用いて各結晶面の仕

事関数を算出したところ、結晶面ごとに大きく異なる仕

事関数を有することが分かった。なかでも（001）で突

出した大きな仕事関数が得られ、実験結果とよい一致が

得られた。 

半導体光電極の安定性向上に関する研究では、有望な

光電極である三酸化タングステンおよびバナジン酸ビス

マスに対して、炭酸水素カリウム電解質水溶液中での安

定性評価実験が、加速試験として利用できることを明ら

かにした。さらに、金属酸化物で被覆することによって、

安定性が向上する事実を明らかにした。 

色素増感セルに関しては、既存の基準色素だけでなく、

産総研で開発した色素の劣化機構についての検討を行っ

た。窒素雰囲気中では増感色素の劣化が起こりにくいこ

とが分かり、大気中の酸素が増感色素の劣化に大きく影

響していることが示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素製造、色素増感、光電極 

 
［研 究 題 目］蓄電デバイス用ナノ電極材料の開発と電

子状態解析 

［研究代表者］周 豪慎（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］周 豪慎、細野 英司、大久保 將史、

朝倉 大輔、李 徳、難波 優輔、 

星野 純一、嶋田 陽子 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネルギー・地球温暖化対策に資する分散型エネル

ギーネットワーク構築のキーテクノロジーである高性能

二次電池として、リチウムイオン二次電池の高性能化が

期待されている。本研究では、既存の正極材料では得ら

れない電極特性の発現を目指し、高性能リチウムイオン

二次電池の実現を目指す。特に、ナノ材料における電気

化学反応メカニズムの解明を放射光内殻励起分光法によ

り行い、電極特性の高性能化への指針を得るとともに、

指針に基づいた材料設計を行う。 

 平成25年度の研究内容として、ナノサイズ LiFexMn1-

xPO4等の新規電極材料を用いて、ローレンス・バーク

レー国立研究所（LBNL）の放射光施設 Advanced 
Light Source（ALS）における軟 X 線吸収分光による
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電子状態測定を行った。その測定結果に関し、電極材料

の電気化学特性と整合性について、理論計算と合わせて

検討した。また、ナノ構造 LiNi0.5Mn1.5O4ファイバー等

の新規電極材料に対し、ALS の部分蛍光収量軟 X 線吸

収分光や低エネルギー軟 X 線吸収分光等の非常に先端

的な手法を用いて、その有効性を評価するとともに、ナ

ノ材料内部の電子状態や Li の電子状態など、従来の軟

X 線吸収分光では得ることのできなかった知見を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］リチウムイオン二次電池、正極材料、ナ

ノ材料、軟 X 線吸収分光 

 
［研 究 題 目］ナノ構造を利用した低環境負荷で高効率

な熱電変換材料 

［研究代表者］山本 淳（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山本 淳、太田 道広、Jood Priyanka、
國井 勝、西当 弘隆 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

熱電発電デバイスを利用することで、我々の身の回り

に存在する膨大な未利用熱エネルギーを利用価値の高い

電気エネルギーとして回収できる。本研究では、希少・

毒性元素を使わない低環境負荷な熱電変換材料の研究を

進めている産総研と、ナノテクノロジーを活用した高効

率な熱電変換材料に関する研究を展開している米国のア

ルゴンヌ国立研究所が協力して、高効率と低環境負荷の

二つの要求を満たす新しい熱電変換材料を開発すること

を目的としている。 

MgTe と Na2Te を含む PbTe バルク焼結体を作製して、

従来材料の熱電性能指数 ZT（≈ 0.8）を大きく凌駕す

る非常に高い p 型の ZT＝1.7（530℃）を達成した。さ

らに、n 型のバルク体熱電変換材料の開発研究も進め、

MgTe と PbI2を含む PbTe バルク焼結体において、高い

n 型の ZT＝1.0（410℃）を実現した。すなわち、革新

的な p 型、n 型のバルク体熱電変換材料の開発に成功し

た。さらに、開発した p 型と n 型のバルク体熱電変換

材料を用いて、実際に熱電発電デバイスを試作して高効

率な動作を確認した。 

一方、Pb は毒性元素、Te は希少元素であるという課

題を抱えている。この課題を克服するために、環境にや

さしい硫化物熱電変換材料の開発研究を進めた。本年度

は、ミスフィット層状構造を有する硫化物（LaS）

1+mTS2（T＝Cr, Nb）の開発に成功した。加圧焼結法

を用いることで、配向したバルク焼結体の作製に成功し、

熱電変換材料に有利な低い熱伝導率を実現した。今後、

ドーピングによるキャリア濃度の最適化などを実施する

ことで、ZT はさらに上昇し、低環境負荷で高効率な熱

電変換材料の開発につながると期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電変換材料、熱電発電、未利用熱エネ

ルギー活用、金属物性・材料、日米協力 

 
［研 究 題 目］クリーンアップ石炭ガス化ガスのための

SOFC 燃料極開発 

［研究代表者］堀田 照久（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］堀田 照久、山地 克彦、岸本 治夫、 

       倉本 浩司、陳 剛 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 クリーンアップされた石炭ガス化ガスを固体酸化物形

燃料電池（SOFC）で適用するための材料基礎研究を行

なった。特に、石炭ガス化ガス特有の不純物が多量に含

まれるガス雰囲気下において、作動しうる高性能燃料極

の開発を行うことが目的である。SOFC 材料の不純

物・劣化分析技術に優れる我が国とガス不純物の影響評

価に先行する米国との英知を結集し、共同で石炭ガス化

ガス不純物の SOFC 材料に対する影響を解明し、許容

範囲を明らかにすると共に高性能燃料極の開発を行う。 

 本年度は主に以下の3点について検討を進めた。①超

低濃度の硫化水素を燃料ガス中に添加し、これによるニ

ッケルサーメットアノードの性能低下挙動を系統的に調

査する。②ガスボンベでの供給が難しい揮発性・半揮発

性微量元素の添加方法を確立する。③新規に提案した高

性能酸化物燃料極を設計・探索する。その電極性能の目

標として、模擬石炭ガス化ガス雰囲気下で0.5W/cm2程

度以上の性能を示し、数100時間以上も安定して発電で

きうる高性能燃料極の開発をおこなう。 

 ①について、一連の実験の結果、2ppm-H2S 以下の

低濃度領域においても H2S が接触することによってニ

ッケルサーメットアノードの不可逆的な性能低下が起き、

この性能低下は加湿水素利用時に比べて石炭ガス化模擬

ガス（CO/H2/CO2/N2=50/20/4/26[vol%]）利用時のほ

うが大きくなることが分かった。②については、パーミ

エーションチューブ法を用いた超低濃度 H2S 添加方法

の有効性を確認できた。③については、コンポジット燃

料極を構成する酸化物イオン伝導体の不純物耐性につい

て評価をすすめた。一連の検討により、石炭ガス化ガス

の利用に対して反応層としてガドリニウムドープセリア

（GDC）層を利用することは好ましくないことが判明

し、コンポジット燃料極にはジルコニアを用いるべきと

いう設計指針が得られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、石炭ガス化ガス、

不純物、酸化物燃料極、安定性 

 
［研 究 題 目］再生可能エネルギー導入に備えた統合型

水素利用システムに関する研究 

［研究代表者］伊藤 博（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］伊藤 博、中納 暁洋、前田 哲彦、 

染矢 聡、稲田 孝明、榎 浩利、 
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斉田 愛子、宗像 鉄雄、鈴木かほり 

（常勤職員8名、他1名） 

［研究内容］ 

 再生可能エネルギーは不安定であることから、それが

大量に導入されると一時的なエネルギー貯蔵装置が必要

になる。統合型水素利用システムは主に水素製造装置、

水素貯蔵装置、水素供給装置、及び燃料電池で構成され

る定置型の水素システムである。これを設置することに

より電気に加え、熱、及び物質（水素）を供給すること

ができ、水素の形でエネルギー貯蔵を行うことからエネ

ルギーの長期・大量貯蔵に適した再生可能エネルギー利

用促進に有望なシステムである。本研究の目的は再生可

能エネルギーを最大限取り込むことができ、且つ、優れ

た省エネルギー性を併せ持つ低炭素化社会の公共インフ

ラとなり得る統合型水素利用システムを米国のサバンナ

リバー国立研究所（SRNL）と共同で開発することにあ

る。 

 高圧ガス保安法に係らない10気圧未満で作動する日本

仕様の水素吸蔵合金タンクについて、SRNL で得た再

生可能エネルギー（太陽光）による水素製造での水素流

量データと、同じく SRNL で得た燃料電池運転での水

素流量データを用いて、産総研実験室のパーソナルコン

ピュータ（PC）と PC 制御マスフローコントローラで

SRNL での各種実験を再現した。更に水電解装置の仕

様に起因する制限により SRNL では出来なかった温度

条件で横置型水素吸蔵合金タンクの性能評価を行った。

再生可能エネルギーでの水素製造を模擬した水素吸蔵実

験では、SRNL と同じ循環水入口温度12℃の試験にお

いて晴天条件下での合金反応熱利用率が約86.9%、晴れ

時々曇りの条件では約88.0%であった。また、SRNL で

は行えない循環水入口温度32℃の条件で、合金反応熱利

用率が晴天条件下で約83.4%、晴れ時々曇りの条件で約

83.1%であった。また、水素吸蔵では日射量の時間変化

により実験終盤におけるタンク内の圧力上昇率が緩和さ

れる。一定水素流量での水素吸蔵実験では高圧ガス保安

法による制限のため約94%となる合金利用率が、この試

験ではほぼ100%に達することが確認できた。一方、燃

料電池運転における水素吸蔵合金タンクからの水素放出

の模擬実験では、燃料電池負荷0.5kW、循環水入口温

度22℃条件での合金反応熱利用率が約85.7%、燃料電池

負荷1kW、環水入口温度32℃の条件での合金反応熱利

用率が約86.8%と良好な結果を得た。 

一方、水電解・燃料電池一体型セル（可逆セル）構造

最適化研究については、主に産総研で研究を進めた。具

体的にはガス拡散層（GDL）に付加するマイクロポー

ラス層（MPL）単独層作製について、GDL 基体へ最適

な接合方法を特定すべく試行錯誤を行った。その結果、

チタン粉末を用いた MPL 作製においては、緻密な

MPL 作製と電気伝導率低下という、相反する条件を両

立させるためには GDL 基体であるチタン不織布内にチ

タン粉末を含浸させつつ、緻密な MPL 層を形成するこ

とが必要であることが明らかになった。また、ベンチス

ケール（電気出力1kW 級）の可逆セル・スタックを用

いた水素吸蔵装置との連結試験を行うために、運転切り

替えを含む可逆セル・スタック運転を効率的に行うため

の周辺機構を設計し、導入した。同周辺機構の試運転を

兼ねて、ベンチスケール可逆セル・スタックの運転試験

を行い、その基礎特性を取得した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素システム、再生可能エネルギー、水

素貯蔵 

 
［研 究 題 目］水素容器・蓄圧器の特性評価・技術指

針・規格化に関する共同研究 

［研究代表者］飯島 高志（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］飯島 高志、安 白、孫 正明、 

中道 修平（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

研究開発の背景・研究目的及び目標 

燃料電池自動車の開発普及と、水素ステーションの設

計開発が2015年の同時投入を目指して加速段階にきてい

る。いずれも水素容器・畜圧器による水素の貯蔵・運搬

が大きな技術開発要素である。今回の米国サンディア国

立研究所との共同研究では、水素畜圧器の安全性・経済

性を念頭において、実験データを基に日米の問題意識の

共通化を図ることで、燃料電池自動車の車載水素容器や

水素ステーションの畜圧器の設計に必要な、国際規格・

標準の整備・強化を目指し、日米で世界標準をリードし

ていくことを目的とする。水素利用社会を構築するため

に、日米が協力して高圧水素ガス中での材料の疲労強度

や破壊靭性など材料特性評価方法の検討、ならびにそれ

らデータの取得を行い、水素容器・畜圧器を開発するた

めに必要な国際規格・標準化を推進するための技術的裏

付けを日米共同で明らかにする。 

成果概要 

 H23年度に日米協議により策定した研究計画に基づい

て、①フェライト鋼の水素ガス中での破壊特性評価、②

ステンレス鋼の水素脆化メカニズムの把握について研究

を実施した。①では、サンディア国立研究所側から支給

された米国規格 Cr-Mo 鋼（SA372 GradeJ）について、

日本側の高圧水素ガス中材料試験装置を用いて除荷コン

プライアンス法によるき裂進展開始試験を実施し、サン

ディア国立研究所においてライジング法で求めた試験結

果との相互比較を世界で初めて行った。②では、水素中

に暴露した SUS304オーステナイトステンレス鋼 

（SUS304）を低温（200K）で引っ張り試験を行い、対

応するそれぞれの破壊面、および破壊面直下の断面につ

いて AFM や MFM などの走査型プローブ顕微鏡

（SPM）を用いた組織観察を試みた。その結果、破壊

の起点である初期き裂は、歪みによって誘起されるマル
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テンサイト相の双晶界面（TB）近傍のマルテンサイト

相－オーステナイト相界面に発生することが明らかにな

った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池自動車、水素脆化、国際

標準 

 
［研 究 題 目］熱電変換モジュールの性能評価技術の開

発 

［研究代表者］山本 淳（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］舟橋 良次、松村 葉子、池西 ひとみ、

岩岡 さおり（ユビキタスエネルギー研

究部門）、阿子島 めぐみ、天谷 康孝、

鈴木 英理子（計測標準研究部門）、 

山本 淳、太田 道広、Hu Xiaokai、 

長瀬 和夫、西当 弘隆（エネルギー技

術研究部門）（常勤職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

熱電変換は熱と電気の間の直接エネルギー変換技術で

あり、可動部がなくシンプルな発電システムを構築でき

ることから、小型分散型の温度差発電に適した発電技術

として世界で注目を集めている。中でも熱電変換モジュ

ールは重要な役割を果たす部品であり、その性能の評価

は重要である。将来の国際標準化に向けて、発電性能や

耐久性などの熱電変換モジュールの評価技術を開発する

ことが本事業の目的である。 

 本事業では、高温で使用可能な熱電変換モジュールの

開発、新評価技術の開発、および、世界各国の研究機関

と連携して熱電変換モジュールの評価を実施した。 

 国際連携による熱電モジュール評価技術の調査研究と

して、米国オークリッジ国立研究所などの海外連携機関

と協力し、現在のモジュール評価技術の調査を実施し、

複数の異なる評価技術が混在する現状を明らかにした。

モジュール評価技術の調査では今後も連携が必要な部分

があるため、機関間の枠組みづくりを進めた。また

500℃まで安定に動作する酸化物モジュールの標準形状

を決め、モジュール製造と発電性能評価を行った。 

 本事業では新たにモジュール評価システムを開発し、

最高加熱温度1000℃で出力計測と長期連続試験が可能な

簡易型高温モジュール評価装置、および10mm□以下の

小型試料評価用の小型熱電モジュール評価装置について

設計と製造を行い装置の立ち上げを行った。 

 また測定の高精度化のため、3次元の熱モデルを構築

し、シミュレーションにより熱流計測精度向上のための

解析を行った。熱流評価用の計測システムを設計し、熱

電能の絶対値計測の精度向上のために必要なトムソン係

数の新規測定手法を確立した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電発電、熱電モジュール、未利用熱エ

ネルギー、発電効率、発電出力、熱計測、

標準化 

 
［研 究 題 目］熱電変換モジュールの性能評価技術の開

発 

［研究代表者］山本 淳（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］阿子島 めぐみ、天谷 康孝、 

鈴木 英理子（常勤職員2名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究には、エネルギー技術研究部門、ユビキタスエ

ネルギー研究部門、計測標準研究部門が参画している。

計測標準研究部門では、熱電モジュール評価において熱

流センサが役立つことを期待して、その校正法に関する

予備調査と装置試作を行うとともに、熱電モジュール評

価装置部材の熱電能を校正することで発電性能の測定精

度を改善することを目的として、熱電能の絶対測定法の

研究を行った。 

 熱流センサは、その特性を生かして、定常法による熱

伝導率測定方法と同様の測定装置による校正が適当であ

ると考え、定常法による熱伝導率測定方法について調査

を行った。市販されている熱流センサの仕様と用途を調

査し、それらを校正するための装置の設計と必要な機器

の導入をして試作を進めた、更に、熱流センサを熱電モ

ジュール評価への応用する方法を検討した。 

 絶対熱電能の導出にはトムソン係数の評価が必要であ

る。トムソン係数の導出方法として、交流－直流法を検

討した。交流－直流法を実現する実験装置を試作し、試

作した装置の測定結果から、熱伝導率や素子寸法情報を

必要とせず、トムソン係数を評価可能であることを実証

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱電モジュール、熱流センサ、熱電能、

熱伝導率 

 
［研 究 題 目］多核金属錯体の CO2多電子還元機構の

解明 

［研究代表者］小池 和英（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］小池 和英、佐野 泰三 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、究極の再生可能エネルギーである光（太

陽光）エネルギーを利用した CO2の有効利用技術とし

ての「人工光合成」システム構築を目的とする。化学的

な「人工光合成」系として、触媒活性や選択性の点で有

望な金属錯体触媒を CO2と直接反応（多電子還元反

応）する基本要素に選び、多核化や金属クラスター触媒

等との複合化により、ボトルネックとなっている多電子

酸化還元反応の高効率化を目指す。 

 H24年度は最も効率の高いルテニウム‐レニウム複核

錯体を対象として1電子還元状態における電子移動の時

間分解赤外分光による観測を行った。触媒ユニットを構
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成するレニウム錯体部には2つの CO 配位子があり、

1800-2100 cm-1の領域に特徴的な赤外吸収バンドをもつ。

時間分解赤外吸収を測定することにより、中心金属の電

子密度の変化を直接観測することが可能であり、高効率

な多核触媒では、ユニット間の電子移動が108s-1以上の

高速であることを証明した。 

 H25年度は、電子移動速度を決定する因子を明らかに

する目的で、系統的に構造を変化させた触媒活性の異な

るルテニウム‐レニウム複核錯体を対象として、光増感

部の電子励起状態における高精度の時間分解赤外吸収分

光測定を行った。 

 昨年度までの測定システムに、光吸収モニター用の赤

外レーザー光の強度を常時測定し、レーザー光強度の変

動を相殺するシステムを増設することにより、過渡吸収

の変動を10倍以上高精度に測定することが可能となった。

このシステムにより、光増感ユニットの光励起だけでも、

電子が触媒ユニットまで移動していることを初めて観測

した。 
 この電子移動は、ルテニウム光増感ユニットの励起直

後の架橋配位子へ部分的な電子移動と、それに引き続く

レニウム触媒ユニットへの1電子移動の2段階からなり、

2段階目の電子移動速度を決定することができた。錯体

の種類による電子移動速度の違いはユニット間電子移動

の自由エネルギー変化とよい相関を示し、分子設計によ

る電子移動制御の指針が得られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］人工光合成、CO2、金属錯体、触媒 

 
［研 究 題 目］クラスター化学に基づく（光）エネルギ

ー変換システムに関する研究 

［研究代表者］大古 善久（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］大古 善久、脇坂 昭弘、久保 史織、

長嶋 雲兵（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 再生可能エネルギーの利用を促進するため、低コスト

で高効率な技術やシステムの開発と共に、技術に見合っ

た市場形成の見極めが重要である。日本の優れた環境技

術分野（光触媒や吸着、クラスター分析等）の研究者と、

米国のナノ物質化学や（光）電気化学、エネルギー分析

の分野の研究者が協力することにより、革新的な（光）

エネルギー変換システムの基礎技術を開発する。計算機

シミュレーションによって反応経路を予測しながら、微

細で質の高いナノ物質の創製を進め、太陽光から高効率

かつ安定に水素ガスを発生させ、得られた水素を貯蔵す

るための最適なナノ材料開発を行うことを目標としてい

る。 

 今年度は、共同研究としての契約手続き並びに実験を

開始し、米国の有する金属硫化物のテーラーメイドナノ

材料合成技術を基に、光触媒反応による水素ガスの定量

評価を行った。一方、光触媒表面反応の理論的検証を進

め、硫化物イオンの酸化反応で生成する多硫化物イオン

について、水中での安定性を計算により評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、クラスター分析、カーボンナノ

材料 

 
［研 究 題 目］薄膜熱物性計測 

［研究代表者］八木 貴志（計測標準研究部門） 

［研究担当者］八木 貴志、新田 詠子 

（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 半導体やメモリ等のエレクトロニクスの発熱挙動や温

度分布を予測するための熱設計では、デバイス中に使用

される薄膜材料の熱物性値が必要であり、これらの正確

かつ信頼性の高い評価手法が求められている。本研究で

は、パルス光加熱サーモリフレクタンス法による薄膜の

熱拡散率計測技術に関して、測定方法および解析方法の

検討を行い、最終的に国際標準化を前提とした技術指針

のとりまとめを目指す。 

 本年度は、測定装置のパルス幅の影響、測定曲線の解

析の精密化および薄膜の熱拡散率標準物質の開発を進め

た。標準物質の開発では、昨年度の検討内容をもとに成

膜プロセスを改善して Mo 薄膜（膜厚400 nm）1ロット

の製造を行った。本ロットから抜き出した8サンプルに

ついて、膜厚の標準偏差は0.5 %、熱拡散率の標準偏差

は1.6 %であり、すでに頒布を行っている標準物質（窒

化チタン薄膜 RM1301-a）と比較して遜色のない結果が

得られた。また、薄膜の膜厚測定用のエッチングパター

ンについて検討を行い、断面 TEM を用いた形状観察か

らエッチングプロセスに問題が生じないことを確認し

た。以上の結果により、次年度の標準物質の正式な製造

に向けた技術的課題を解決することができた。測定手法

の ISO 標準化に向けた活動に関しては、ISO/TC206総

会に出席するとともに国内審議委員会の委員に就任し、

次年度の NWIP の提案に向けた準備を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］薄膜、熱拡散率、標準物質、標準化 

 
［研 究 題 目］微細寸法計測 

［研究代表者］権太 聡（計測標準研究部門） 

［研究担当者］権太 聡、三隅 伊知子、菅原 健太朗、 

堀 泰明、木下 和人 

（常勤職員4名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 新規ナノデバイスの機能を実現する上で、三次元微細

寸法・形状は普遍的かつ不可欠な評価項目である。しか

しデバイス構造そのものが nm 単位となってきており、

要求精度は1 nm よりはるかに小さく、こうした評価項

目において多用される走査型電子顕微鏡（SEM）や原

子間力顕微鏡（AFM）でも性能限界に近付いているた
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め、nm サイズの信頼できる基準試料が望まれている。

原子ステップ・テラス構造の段差を不変の基準として利

用した表面微細寸法を次世代の基準試料として実証し、

国際標準化に向けた技術的根拠とするため、候補物質の

寸法・形状の品質を高精度に評価する。本年度は、Z 方

向のドリフト補正法を検討し、テラス面が原子レベルで

平坦であることを利用した補正処理手順を作成した。ま

た使用するカンチレバーの品質のばらつきが測定結果に

影響しないよう、先鋭度の高いカンチレバーを選別する

ことを目的として、探針先端の先端曲率半径を簡易的に

評価する手順を最適化した。これにより、微細寸法試料

の形状を測定する前後において、カンチレバーの選別だ

けでなく、探針先端の摩耗の進行度を評価し、カンチレ

バーの走査距離を指標とした寿命を推定することが可能

となった。国内製の単結晶サファイアの原子ステップ＆

テラス試料を高さ寸法基準の候補物質の例として実証す

る一環として、NIST との比較測定を行う。3種類の結

晶方位で作製した試料について、産総研が保有する測長

型 AFM により測定した後、NIST 側の測定のために提

供した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］原子間力顕微鏡、走査型プローブ顕微

鏡、単結晶、格子定数、段差、不確か

さ、微小寸法計測、ナノスケール 

 
［研 究 題 目］薄膜膜厚計測 

［研究代表者］東 康史（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤本 俊幸、黒河 明、寺内 信哉、 

東 康史、尾高 憲二 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体・エレクトロニクス産業等、ナノ構造を有する

材料を積極的に利用する極めて広い産業分野において材

料の微細化は進んでおり、ロバストかつ簡便な薄膜構造

評価法の確立が期待されている。X 線反射率（XRR）

法は、膜厚計測の絶対測定法であること、大気下での非

破壊測定が可能なこと、トレーサビリティが明確であ

り、測定の再現性が高いこと等々から、研究開発のみな

らず、製造現場における品質管理に向けた応用が期待さ

れている。本研究では、XRR 法を用いた膜厚評価の産

業応用化を目指して、手法の高精度化を目指すととも

に、米国・国立標準技術研究所（NIST）と連携し国際

標準化に向けた課題の検討を行う。 

 薄膜の内部構造に関する正確な情報は、XRR 法によ

る膜厚評価に必要不可欠なものである。しかしながら、

良く知られた材料である Si 基板上の熱酸化（SiO2）膜

でさえ、その構造は十分には明確になっていない。本年

度は、製膜条件によって密度が変化する界面遷移層につ

いてさらに詳細に調べた。新規に開発した急速加熱炉を

用いて、製膜プロセスの異なる SiO2膜の微細構造を精

密に評価した結果、より密度の高い遷移層の生成は、昇

温時における低温度で製膜された SiO2膜であることを

示唆する結果が得られた。加えて、NIST と連携し、新

規標準物質の共同開発に関する議論を行うと共に、参照

標準物質のガイドラインに関する新規規格提案の準備を

継続して行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］X 線反射率法、膜厚計測、国際標準化 

 
［研 究 題 目］重水素化増感触媒の耐久性に関する研究 

［研究代表者］川西 祐司（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］川西 祐司、宮沢 哲、下位 幸弘、 

椎名 祥己、井上 杏子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 重水素（D）は水素の安定同位体で、天然に約

150ppm 存在し、存在比の最も高い軽水素（H）の倍の

質量数（＝2）を有する。有機分子中に含まれる軽水素

を重水素に置き換えることにより、光や酸化還元などに

対する有機分子の耐久性が、20～100%以上向上するこ

とを近年見出し、独自の同位体交換技術による有機電子

材料等への展開を検討している。本課題は、長期駆動可

能な光エネルギー変換系の実現に資する、高耐久な増感

色素・分子触媒等の増感触媒の開発を目的としており、

水の人工的な光分解ならびに二酸化炭素固定に関する基

礎研究に優れる米国ブルックヘブン国立研究所との協力

下で進めている。今年度得られた主な成果は以下のとお

りである。高効率な増感太陽電池を与える色素として知

られる金属錯体型色素 N3の、半導体上ならびに溶液中

での分解過程について検討した。分解は光ならびに熱に

より2段階の逐次反応で進行するが、光・熱ともに錯体

中の NCS 配位子の構造変換が主反応である。室温前後

では、熱的分解における重水素標識化した効果は小さい

が、光分解においては重水素標識体の耐久性が優れるこ

とが明らかになった。高効率電池に必要な十分な色素吸

着能を得るため、多孔性の酸化チタン膜を与える製膜条

件を試験し、色素吸着速度の速い半導体電極の安定な作

製法を検討した。あわせて、酸化チタン上への色素導入

を容易かつ強固にする反応性カプラーの合成法を確立し

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］色素増感太陽電池、耐久性、重水素標識、

増感色素  

 
［研 究 題 目］高圧二酸化炭素の光還元に関するプロセ

ス化技術の開発 

［研究代表者］川波 肇（コンパクト化学システム研究

センター） 

［研究担当者］川波 肇、石坂 孝之、川﨑 慎一朗、 
八重嶋 早枝子、Maya Chatterjee、 
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藤山 仁美、David G. Grills 
（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、日米間の連携を築きながら、エネルギー環

境技術の開発を行うもので、当該研究課題は、高圧二酸

化炭素中で光エネルギーにより二酸化炭素還元反応を行

うことで、従来効率の悪かった人工光合成技術を高密度

で行い、より生産的な技術へと展開を図ることを目的と

している。加えて、高圧条件に適した反応システムを再

構築することで、新しい反応システムの提示を行い、プ

ロセス化への道を切り開くことが目的である。 
平成25年度は、平成24年度に引き続き米国との間で統

一した手法に準じて触媒や反応システムの改良を行い、

光還元による二酸化炭素変換効率の向上の可能性を探っ

た。更に、米国の分光学的な測定・解析技術（時間分解

FT-IR 法）に高圧技術を組み合わせ、超臨界二酸化炭素

中における反応メカニズムの解明を行なった。この結

果、二酸化炭素から一酸化炭素への還元過程では、光励

起過程では高圧の効果は無かったが、溶媒分子との交換

過程で著しく加速（100倍以上）されることが分かっ

た。これより超臨界二酸化炭素中での光還元システム

は、二酸化炭素から一酸化炭素への変換プロセスとして

有効であることをメカニズム的にも示すことに成功し

た。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、光、還元 

 
［研 究 題 目］共同施設相互利用によるナノエレクトロ

ニクス、ナノ材料開発 

［研究代表者］秋永 広幸 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］秋永 広幸、島 久、野田 周一（ナノ

エレクトロニクス研究部門）（常勤職員2

名、他1名） 

亀井 利浩（集積マイクロシステム研

究センター） 

［研 究 内 容］ 

先端機器共用施設は、その場において多様な研究課題

と人材の交流がなされることから、オープンイノベーシ

ョンプラットフォームとしての機能を持つ。日米共に、

このようなプラットフォーム間のネットワーク構築事業

において世界を先導してきた経験を持ち、両者が連携を

組むことは、全世界的課題に対する研究を推進する上で

極めて効率的である。本事業では、日米の先端機器共用

施設を相互利用することにより、低炭素社会の実現を目

指した環境・エネルギー分野の革新的研究開発の促進と、

研究者交流や最先端情報の共有化等、協働のシナジーに

よる研究連携ネットワークの強化を図る。 
年度進捗状況： 
 米国側は Center for Integrated Nanotechnologies 

(CINT) / Sandia National Laboratories (SNL)、日本側

は Nano Processing Facility (NPF) / AIST が窓口とな

り、以下の2つのテーマを実施した。 
① 酸化物を用いた新規太陽電池の開発 

 AIST-NPF と CINT-LANL の共用施設が協力して

基礎検討を行い、光吸収層に Cu2O を用いた

Cu2O/ZnO ヘテロ接合型太陽電池構造を作製した。そ

の結果、エネルギー変換効率0.24%、開放電圧0.69V、

短絡電流密度1.2mA/cm2の太陽電池特性を得た。平

成25年度は、エネルギー変換効率を更に向上させるた

めに、Cu2O 膜の低温形成メカニズムの詳細分析、低

温形成膜のより詳細な物理分析を行うとともに、自己

組織化による結晶配向性制御を検討した。その結果、

室温で形成する Cu2O 多結晶膜に、400～600℃、30秒

間の急速熱アニール（RTA）を行うことにより、鋭

く（111）面配向する Cu2O 多結晶薄膜を形成する

Low Thermal Budge t（LTB）条件を見出した。

LTB 法で得られた（111）面配向膜は、比較的低い形

成温度で良好な結晶性、低欠陥性が得られることが分

かった。LTB-Cu2O(111)面配向膜を光吸収層として

用いた Cu2O/ZnO 太陽電池において、全吸収光に対

して数10%の量子効率が得られることから、更なるバ

ルク欠陥および接合界面欠陥の低減により、エネルギ

ー変換効率の大幅な増加が期待される。Cu2O/ZnO 接

合界面に関しては、理論計算による現実的な原子配列

構造の究明を進めており、Cu と Zn 原子が界面を挟

んである程度混合する構造が最も安定である可能性が

明らかとなった。 
② ナノ光アンテナ技術の太陽電池応用 

 ナノ光アンテナ技術の太陽電池応用においては、電

磁界分布（FDTD）シミュレーションにより、太陽電

池の光吸収を評価し、Particle SWARM 法により光

吸収が最大となる銀ナノ構造の最適化を進めた。プラ

ズモンによる電場増強は表面に局在して生じるため、

薄膜太陽電池の効率向上には非常に有効である。プラ

ズモンナノ構造電極を有する薄膜 Si 太陽電池におい

て30%以上の量子増強効果をシミュレーションにより

確認し、より具体的には200nm の膜厚で50%の増強

が期待されることが示された。前記 Cu2O/ZnO 太陽

電池において、光吸収層となる Cu2O 多結晶膜の

（111）配向性は200nm 程度の薄膜が最適であるため、

ナノ光アンテナ技術との統合による光閉じ込め効果に

より更なるエネルギー変換効率の向上が原理的には可

能であることが分かった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテ

ク・材料・製造 

［キーワード］先端機器共用施設、太陽電池、ナノ光ア

ンテナ、酸化物半導体 

 
［研 究 題 目］ナノ構造電極を活用する発電のための
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新たな電気化学反応器の開発 

［研究代表者］藤代 芳伸 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］藤代 芳伸、鈴木 俊男、濱本 孝一、

山口 十志明、鷲見 裕史 

（常勤職員5名、他1名） 

［研究内容］ 
燃料電池に代表される高性能電気化学反応器は、高効

率物質・エネルギー変換技術として注目されている。日

本側で開発を進めているセラミックリアクター製造技術

における様々な構造、材料からなるナノ構造電極を共有

し、米国機関（アルゴンヌ国立研究所）と連携し、米国

DOE 放射光施設（APS）等で、最新の発電のための機

能性セラミック電極のナノレベルでの表面状態評価を実

施目標とし、今後のナノ構造電極を活用する新しい高効

率電気化学反応器の開発展開に向けた課題抽出を検討し

た。実施計画として、日本側が先行する独自の世界最高

レベルのナノ電極材料製造技術によって様々な電極構造

を具現化し、高度な電極表面の評価が実施できる米国機

関で相互に解析を進め、両機関の技術を効果的に発展さ

せる目的で産総研研究員を米国へ派遣し、共同申請で使

用が許可された米国放射光施設（APS）や集束イオン

ビーム加工観察装置付き電子顕微鏡（FIB-SEM）等を

活用することにより、日米共同での電極ナノ構造の機能

解析を進めた。その結果、本年度は、アルゴンヌ国立研

究所、米国ノースウエスタン大学と連携し、産総研で開

発しているナノ構造電極を有するチューブ型 SOFC 電

極の三次元構造評価によって、ナノ構造を有する燃料極

構造の影響を検討した。具体的には、日本で製造したナ

ノ構造電極を有する電気化学セルをアルゴンヌ国立研究

所の有する FIB-SEM 観察実験を実施し、米国ノース

ウエスタン大学と共に、それによりナノ構造を有する燃

料極の画像解析を実施した。多孔質ナノ構造電極の気孔

制御を行い、電気化学的な手法で反応器性能の比較検討

を行った。その結果、気孔制御によって燃料利用率（発

電効率）を飛躍的に向上させることができることが分か

った。今後は、更なる電極構造や界面構造の3次元解析

データを蓄積し、ナノ構造電極をプラットフォームにし

た電気化学セルの標準化に不可欠となる高性能化、高耐

久性化を実現する新規ナノ構造電極の開発およびその評

価技術の高度化を進める。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ナノ構造電極、電気化学反応器、セラミ

ックス、固体酸化物形燃料電池、放射光

施設、機能・構造制御、低炭素、発電、

セラミックリアクター 
 
［研 究 題 目］高性能固体高分子形燃料電池の開発に関

する研究 

［研究代表者］崔 隆基（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］崔 隆基、土田 英二（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 アルカリ電解質形燃料電池（AMFC）は白金のよう

な高価な貴金属を用いなくてもいいので、既存の固体高

分子形燃料電池の実用化の妨げとなっている白金使用の

問題を回避できる。 

 しかしながら AMFC に用いられる電解質膜（AEM）

は膜の水酸化物イオンによりすぐ劣化してしまう問題が

あり、解決すべき課題となっている。通常使用されてい

る AEM は膜の骨格部分の耐久性に問題があることが最

近分かった。密度汎関数法を用いて AEM の骨格部分の

科学的劣化過程の詳細を調べた。水酸化物イオンと膜の

エーテール結合の部分が反応し、骨格の劣化が起きてい

ることが分かった。反応は SNAr 反応であり、隣のフェ

ニル基にある置換基の位置によって反応障壁が変わるこ

とも計算から分かった。膜の骨格部分の劣化はカチオン

基の劣化と比べ、同じか、それ以下の反応障壁で起こる

ことが計算からわかり、骨格部分の耐久性の強化が必要

であることがわかった。このような知見を基に、より耐

久性の高いエーテル結合のない膜の構造を提案し、実際

に実験グループによって合成及び耐久性テストが行われ

た。新しく提案された構造は非常に耐久性に優れている

ことが計算及び実験結果から明らかになった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］燃料電池、高分子電解質膜、分子シミュ

レーション 

 
［研 究 題 目］水素生成光触媒電極の耐久性向上に関

する研究 

［研究代表者］大谷 実（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大谷 実（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年の地球規模での気候変動に関わる環境・エネルギ

ー問題の解決は人類にとって喫緊の問題であり、化石資

源に変わりうるクリーンエネルギーの開発は最重要課題

である。本事業では計算科学的手法を用いて、太陽エネ

ルギーから化学エネルギーへの変換効率を飛躍的に向上

する材料開発へ向けた研究を行う。具体的には水素発生

光触媒電極の劣化メカニズムを解明し、電極寿命の飛躍

的増大に資する研究を行う。 

 京コンピュータ等のスーパーコンピュータで第一原理

分子動力学シミュレーションを超並列で実行可能とする

ために、UC Davis の Francois Gygi 教授が開発してい

る平面波擬ポテンシャルプログラム（QBOX）に ESM
法の導入を行った。これにより、より大規模で現実の系

に近いモデルを用いたシミュレーションが可能になる。

さらに、昨年度開発したプログラムを用いて、目標であ

った500原子以上の固液界面系の X 線吸収スペクトルシ

ミュレーションが可能であることを示した。これにより、

電極劣化メカニズムを解明するための実験結果を理論的
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に説明することが可能になった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］太陽光水素発生反応、第一原理分子動力

学シミュレーション、有効遮蔽媒質法 

 
［研 究 題 目］非可食性バイオマスを原料とするバイ

オマスリファイナリー研究 (1) 細胞壁

脆弱化・機械的ナノ解繊処理と糖化酵素

によるセルロース分解挙動の研究 

［研究代表者］遠藤 貴士（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］遠藤 貴士、岩本 伸一朗、熊谷 明夫、

武 龍、妙見 夕佳 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、リグノセルロース系バイオマスの利活用

技術開発として、産総研が持つ木質等をナノサイズに解

繊できる水熱・メカノケミカル処理技術と米国オークリ

ッジ国立研究所（ORNL）が持つ1つの微生物で酵素糖

化と発酵を同時進行させる統合バイオプロセス

（CBP）技術との融合を進めることを目的としている。

これら技術によりリグノセルロースから効率的かつ効果

的にバイオ燃料や化学品を製造する技術開発を目指して

いる。 

 本年度は、米国で研究対象とされているバイオマス原

料を用いて水熱・メカノケミカル処理技術の CBP 技術

への適用性を確認するため、ポプラおよびスイッチグラ

スを原料として水熱・メカノケミカル処理により、ナノ

サイズの微細繊維であるナノセルロースを製造し、酵素

糖化性の評価を行った。その結果、いずれのバイオマス

においても酵素糖化により90%以上のグルコース収率が

得られ、水熱・メカノケミカル処理技術がバイオマスの

種類に関係なく、広く適用可能であることが示された。 

水熱・メカノケミカル処理により得られたナノ解繊物

の特性評価として、これまでに構築した水晶振動子マイ

クロバランス法（QCM）を用いて、酵素の吸着・分解

挙動の解析を行った。その結果、水熱処理温度が180℃

以上の場合、溶解・再析出したリグニンがナノファイバ

ー表面を覆うことにより、酵素反応が阻害されることが

明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リグノセルロース、ナノ解繊、ナノセル

ロース 

 
［研 究 題 目］非可食性バイオマスを原料とするバイ

オマスリファイナリー研究 (2) 糖化酵

素生産糸状菌及び糖化酵素の高機能化研

究 

［研究代表者］石川 一彦（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］石川 一彦、渡邊 真宏、藤井 達也、

岸下 誠一郎、吉見 美穂 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

バイオ燃料製造における糖化酵素コストの削減およ

びエタノール発酵収率の改善を目的に、米国国立再生可

能エネルギー研究所（NREL）と連携し、セルロース系

バイオ燃料の生産に適合した酵素生産糸状菌およびバイ

オ燃料生産微生物の開発を行った。糸状菌酵素の開発で

は 、 セ ル ラ ー ゼ 高 生 産 糸 状 菌 Talaromyces 
cellulolyticus 株の相同組換えによる組換え糖化酵素の

生産を検討し、昨年度までに、セルラーゼ高生産糸状菌

T. cellulolyticus CF-2612株由来の様々な糖化酵素を個

別にモノコンポーネント化した酵素ライブラリーを構築

し、さらにデンプン誘導型の同種発現系を用いて様々な

組換え糖化酵素の発現技術を確立した。今年度はこの技

術を用いて、バイオマス糖化に重要なコア酵素であるエ

キソグルカナーゼ（Cel7A, Cel6A）、エンドグルカナ

ーゼ（ Cel5A, Cel7B ）、キシラナーゼ（ Xyl10A, 

Xyl11）の発現生産に成功し、種々の酵素機能および活

性評価にも成功した。また、本糸状菌に存在する耐熱性

セルラーゼ酵素の同定にも成功した。また、当該発現系

を用いて異種生物由来の耐熱性セルラーゼの発現実験を

実施、種々の耐熱性セルラーゼ酵素が高発現可能である

ことを証明した。 

キシロース発酵性組換え酵母の開発研究に関しては、

昨年度において目標を達成できたため、今年度から当該

研究を除外した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオ燃料、セルラーゼ生産糸状菌、キ

シロース発酵性酵母 

 
［研 究 題 目］非可食性バイオマスを原料とするバイオ

マスリファイナリー研究 (3) 糖化酵素

及び発酵阻害物質の効率的除去に関する

研究 

［研究代表者］星野 保（バイオマスリファイナリー研

究センター） 

［研究担当者］星野 保、村上 克治、松鹿 昭則、 

木村 善一郎、濱田 佳子、辻 雅晴

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、産総研の木質系バイオマス糖化技術と米

国ローレンス・バークレー国立研究所の電子顕微鏡3D
解析技術を組み合わせて、木質系バイオマスの糖化に必

要なセルラーゼの使用量削減を目的とし、セルラーゼ阻

害物質を効率的に分解・除去する技術開発を行った。 

 本年度の研究により、酵素阻害物質は試料内部に存在

し、酵素処理に伴い、酵素反応の途中で徐々に反応液中

に放出されることを明らかにした。また、ユーカリ木粉
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をメカノケミカル処理して調整した試料中の、

Talaromyces cellulolyticus 酵素処理によって生ずる細

孔構造の詳細を透過型電子顕微鏡トモグラフィー観察に

より調べた。酵素処理により試料中に生じる細孔は、酵

素処理時間が進行するに従い、細孔同士が連結し、試料

表面から内部に繋がることを明らかにした。この結果は、

酵素阻害物がこの細孔から徐々に放出される仮説を支持

するものである。 

 T. cellulolyticus 由来セルラーゼに非イオン性界面活

性剤を添加することにより、酵素阻害物質を軽減し、イ

オン交換樹脂処理とほぼ同等の酵素量の削減効果がある

ことを確認した。この糖化液を用いて酵母による発酵を

行った結果、添加する非イオン性界面活性剤の種類によ

って酵母の発酵能に与える影響は大きく変化した。

Tween 80を添加した系では、試薬グルコース添加時と

同様の発酵挙動が見られ、Tween 80が酵素阻害物を無

毒化できることが分かったが Triton X-100では酵母細

胞に対する毒性から発酵は確認できなかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］糖化反応、発酵阻害、3D－トモグラフ

ィー 

 
［研 究 題 目］脂肪酸など環境低負荷を目的とした炭化

水素系化合物の生産技術の開発に関する

研究 

［研究代表者］町田 雅之（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］町田 雅之、玉野 孝一、小池 英明、

梅村 舞子（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 微生物の持つ物質の分解・生産能力を利用して、バイ

オマス等の植物成分原料から化石燃料に代わる燃料物質

を作製することを目的として、ディーゼル燃料の原料物

質である脂肪酸、その他の炭化水素系化合物であるテル

ペノイドや二次代謝化合物の生産系の構築と生産性の向

上技術の研究を進めている。 
本年度は、生産性が向上した脂肪酸の細胞外への分泌

化を進めるとともに、PNNL の研究員との協力により、

情報科学的および実験科学的な解析の両面から研究を進

めた。昨年度までに作製した脂肪酸分解に働くアシル

CoA 合成酵素遺伝子の破壊株について、ある特定の化

合物を添加して培養することにより、培養液中に脂肪酸

が分泌されていることが示され、1.8g/L の生産量とな

った。これにより、細胞内の約 90%の脂肪酸が分泌さ

れていることが分かったが、細胞内も含めた脂肪酸の全

体の生産量には変化がなかった。また、この破壊株の脂

肪酸組成に関して、ステアリン酸が顕著に増加し、リノ

ール酸が逆に減少していた。脂質高生産カビであるケカ

ビおよびクサレケカビ属のゲノム解析を進めた結果、脂

質生産性と関連する遺伝子が多く存在していることが明

らかになった。また、これらの糸状菌が培養条件に特異

的に脂質を高生産することを明らかとした。これらの遺

伝子及びその構成の利用によりさらなる高生産化が期待

される。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオディーゼル、二次代謝、糸状菌、

比較ゲノム科学 

 
［研 究 題 目］新燃料の燃焼機構の解明に資する数値解

析及び実験解析 

［研究代表者］後藤 新一 
（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］後藤 新一、小熊 光晴、辻村 拓、 
文 石洙、小島 宏一 
（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ローレンス・リバモア国立研究所（LLNL）へ在外研

究員を派遣し、化学反応動力学に基づく在来燃料及びバ

イオ燃料等の新燃料に関する最新技術動向の調査を行う

とともに、モデリング技術の習得を継続中である。平成

25年度には、これまでに構築したイソペンタノールの詳

細化学反応モデル（LLNL 公式ホームページ上で公開

中）の中の重要反応を抜粋して構成するスケールダウン

モデルを構築した。構築した簡略化モデルは種々の実験

データと比較検討を重ね、詳細化学反応モデルと相違な

い反応予測精度を得ることができた。さらに将来型エン

ジン（HCCI：予混合圧縮着火）を対象とした3次元熱

流体数値解析コードに対し本研究で構築した簡略化モデ

ルを適用し、実用面での有用性を確認することができた。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］新燃料、バイオ燃料、高級アルコール燃

料、化学反応動力学、モデリング、燃

焼解析数値モデル、燃料物性、燃焼メ

カニズム、詳細反応モデル、デファク

トスタンダード、シミュレーション 
 
［研 究 題 目］バイオ燃料の物理的特性が噴霧発達機構

に及ぼす影響解析 

［研究代表者］後藤 新一 
（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］後藤 新一、文 石洙、辻村 拓、 
小熊 光晴（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 アルゴンヌ国立研究所（ANL）と協力して燃料噴射

ノズル内及び噴霧基部の高速 X 線撮影を行い、産総研

がマクロ噴霧実験解析を行うことで燃料物性と噴霧発達

特性との相関を調べ、高精度な燃料物性モデルの構築を

実施している。平成24年度は、バイオ燃料の物性が噴射

機器の性能及び噴霧発達に及ぼす影響を種々の噴射条件

に対して調べた。また、次世代超高圧噴霧の解析技術開

発にも注力し、高速 X 線技法により世界初となる圧力
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2000気圧以上、速度650m/s 以上の超音速燃料流速を測

定する技法を開発した。平成25年度には、これまで構築

した X 線噴霧計測技法を更に改良し、結果の信頼性を

高めた．改良された技法を用いて、様々な新燃料の物性

及び噴射条件に対する実験データベースをより強化し、

その結果をエンジン数値解析に用いられている噴霧モデ

ルと比較解析することで、様々な燃料に対する従来噴霧

モデルの妥当性を検討し、その改善方案について議論し

た。また、高効率・超低環境負荷に向けた次世代エンジ

ンの最適ノズル開発に重要な知見を提供するため、ノズ

ル噴孔形状、噴孔配置、噴孔数などのノズル設計因子が

ノズル近傍の微粒化及び噴霧ダイナミクス構造に及ぼす

影響について詳細に解析した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］新燃料、バイオ燃料、噴霧、噴射特性、

X 線、超高圧噴射、燃料物性、噴霧発達

過程、モデリング、シミュレーション 
 
［研 究 題 目］再生可能エネルギーのキャリアーとして

の水素・化学水素化物の活性化技術に関

する研究 

［研究代表者］徐 強 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、塩山 洋、 

Arlin Jose Amali Aruldoss、 
Qi-Long Zhu、Yao Chen, Hui Yang 
（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、米国エネルギー省（DOE）傘下のパシフ

ィックノースウェスト国立研究所（PNNL）との共同研

究によって、高密度化学的水素貯蔵材料の高機能化を行

い、高効率化学水素貯蔵技術を確立すると共に、化学水

素化物に共通した活性化機構の基礎的解明を行い、化学

的水素貯蔵材料の規格標準化に向けた基盤構築を目的と

している。本研究では、超微細 Co ナノ粒子をデンドリ

マー高分子内に固定化することに成功した。極めて小さ

い粒子径に起因して、デンドリマー内に固定化された超

微細 Co ナノ粒子は、アンモニアボランの活性化・水素

放出反応において高い触媒活性を有することを見出した。

多孔性炭素 MSC-30を担体として用いて、水酸化ナト

リウム（NaOH）の共存下で前駆体 K2PdCl4を NaBH4 

で還元することによって、超微細・高均一に分散・固定

化された Pd ナノ粒子を合成し、ギ酸の分解・水素発生

反応において、不均一系触媒として世界で最も高い活性

を示す触媒の開発に成功した。また、金属前駆体の導入

法及び還元法を工夫することにより、均一な粒子径分布

を持ち、高分散された超微細金・コバルト（AuCo）合

金ナノ粒子を多孔性配位高分子 MIL-101のメソ細孔内

への固定化に成功した。合成された AuCo @MIL-101材
料は、アンモニアボランの加水分解による水素発生反応

において、触媒として高い機能性を示した。本研究によ

り、デンドリマー高分子、多孔性炭素や多孔性配位高分

子材料への超微細金属ナノ粒子の固定化、ナノ粒子の形

態制御及び異種金属間相乗効果は、水素貯蔵材料として

有望な化学水素化物アンモニアボランやギ酸の活性化に

極めて有効であることが明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池 

 
［研 究 題 目］ハイブリッド水素タンクの信頼性向上に

関する研究 

［研究代表者］竹市 信彦 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］竹市 信彦、清林 哲、田中 秀明、 

戸出 真由美（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、ユビキタスエネルギー研究部門と米国サ

ンディア国立研究所との共同実験を通して、実際の使用

に即した条件の下においてハイブリッド水素タンク及び

使用する水素吸蔵合金の水素中に含有する不純物ガスに

対する耐久性及び容器破壊時の安全性の把握とその対策

技術の確立を目的としている。ハイブリッド水素容器破

壊時には、容器内の水素吸蔵合金が大気に曝露される状

況が想定される。評価対象とした既存の水素吸蔵合金で

ある LaNi5や TiMn1.5では、使用する条件においては

その表面が反応性の高い状態にあり、大気に曝露される

と空気中の酸素との発熱反応が急激に起こり、生じた熱

により試料が赤熱するような危険な状態に陥ることがわ

かった。今年度は、この大気暴露時に発生する危険性の

低減に向け、急激な酸化反応を抑制する技術の確立を目

指した。 

 大気暴露時に発生する熱は酸化反応に起因するため、

酸素等が透過しにくい材料を使用し合金表面に被膜を形

成させることにより、急激な酸化反応を抑制できる可能

性がある。そこで、種々ある技術の中から炭素とフッ素

のみからなるフッ素樹脂である PTFE と混合し合金表

面を PTFE でコーティングする方法を検討した。PTFE
と混合した LaNi5では、その混合試料が有する水素吸

蔵量や水素吸蔵・放出速度が LaNi5のみの場合と殆ど

変化しないことを確認できた。更に、合金に対して体積

比で1以上の PTFE を混合することで、大気曝露時の酸

化反応が抑制され試料温度の上昇を低減することに成功

した。今後は、PTFE が形成する皮膜によって酸化反応

の抑制を試みたが、混合する高分子の種類、混合比や充

填の仕方を最適化することにより、より高い安全性を確

保できうる技術を検討する必要がある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵合金、ハイブリッド水素タンク、

大気曝露、安全性 
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［研 究 題 目］凝集状態評価 

［研究代表者］岡崎 俊也 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］岡崎 俊也、丹下 将克、高野 玲子、

巽 かおり（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 世界的規模で取り組みが行われている地球温暖化対策

の推進を背景に、平成21年2月の日米首脳会談において

環境・エネルギー技術を中心とした日米協力の重要性に

ついて合意された。さらに、日米間の協力を基礎とした

標 準 の 策 定 を 促 進 す る こ と と し 、 MOU
（Memorandum of Understanding）にて署名が行われ

た。このような背景を受け、代表的ナノ物質であるカー

ボンナノチューブについて、その分散および凝集状態に

ついて国際標準化を目指した研究を行っている。 

 平成23年度までの研究から、分散状態に加えて、チュ

ーブ形状の異なる多種類のカーボンナノチューブについ

てデータを蓄積し、多様な評価を用いて、総合的に評

価・検討する必要があることが分かってきた。また、平

成24年度の研究において、偏光解消動的光散乱法による

評価が、分散粒子の形状の異方性の有無を評価する上で、

有益であることが分かってきた。 

 これまで本研究において評価に用いた多層カーボンナ

ノチューブ試料には、精製工程が施されていた。しかし

ながら、その精製法が不十分であり、アモルファスカー

ボンや触媒金属等から構成される粗大粒子がまだ混在し

ていた。このため、測定結果がカーボンナノチューブ自

体を反映したシグナルなのか、もしくは、その他の不純

物に強く影響された結果であるのかを判断することが困

難であった。そこで、平成25年度は、カーボンナノチュ

ーブの精製法の改善を行い、さらに、その得られた高品

質なカーボンナノチューブ試料を用いて、分散状態評価

に取り組んだ。それに加え、形状が既知である材料を評

価することで、偏光解消動的光散乱法や可変型微細孔を

用いた電気的検知帯法が分散ナノ粒子の形状評価に有効

であるかどうかを調べた。 

 その結果、電気的検知帯法を利用して分散粒子の粒径

分布を評価する際に、メンブレンの微細孔のサイズに個

体差があることや、測定中に微細孔の目詰まりが起こら

ないように溶液中の粒子数を予めコントロールして分散

液を調製しなければならないこと、さらに、分散液の種

類に合わせて印加電圧と印加圧力を調節する必要がある

ことがわかった。したがって、同法を利用してカーボン

ナノチューブ分散液の体積分布を評価することは原理的

には可能であるが、試料調製や測定プロトコルに関する

十分な技術の蓄積が必要であることがわかった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、凝集状態、分散

状態、国際標準化 

 

［研 究 題 目］太陽電池の耐久性・信頼性と発電効率向

上のための評価技術の開発 

［研究代表者］増田 淳 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］仁木 栄、松原 浩司、柴田 肇、 

増田淳、櫻井 啓一郎、土井 卓也、 

原 浩二郎、永井 武彦、猪狩 真一 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 以下の①～④のテーマについて研究を実施した。成果

の概要について述べる。 

課題①：酸生成量の評価技術の実証 

 微量酸性水分の pH 値を高精度に計測できる pH セン

サ基板を実装した太陽電池モジュールの外部から、ダン

プヒート試験中に pH センサ基板から発生する蛍光を多

点同時に実時間計測可能な反射スペクトル計測装置を設

計、開発した。また、東京農工大学への再委託により、

太陽電池モジュールへ実装する pH センサ基板の開発を

進め、pH 感受性蛍光色素である SNARF-4F において

乾燥状態でも酸性水蒸気により蛍光波長の強度比が変化

してセンサとして機能すること、太陽電池モジュールの

ラミネート温度でも安定的に機能を維持し耐熱性に優れ

ること、太陽電池モジュール内を模した大気のない環境

下で安定的に機能を維持すること等を明らかにした。 

課題②：モジュール構成樹脂材料の性能評価技術の開発 

 超高抵抗なモジュール内部の封止材やバックシートの

電気的特性の評価技術の開発を進めた。ラウンドロビン

を通じて技術がおおむね妥当であることを確認すると共

に残る課題を抽出し、並行して IEC 規格の策定作業を

進めた。次年度の予備試験として実用サイズのモジュー

ルの日本側での試作と米国共同研究先による耐久性評価

を実施し、良好な結果を得た。 

課題③：ヘテロ接合界面での電子状態の精密な評価技術

の開発 

 逆光電子分光測定システムを以下の指針で構築した。

逆光電子分光スペクトルのエネルギー分解能を決定して

いる要因は、試料に入射される電子の運動エネルギーの

精度と、試料から放出される光の波長を測定する精度で

あるため、高精度な測定を行うためには、試料に入射さ

れる電子の運動エネルギーの精度を向上させる必要があ

る。そのためには電子源から試料表面までの空間に外部

から電場や磁場が侵入することをできる限り排除する必

要がある。そのため、逆光電子分光測定チャンバーの材

質に高透磁率材料であるパーマロイを採用し、それによ

って測定チャンバーの内部に侵入する地球磁場の強度を

1/100に遮蔽することが可能となった。また、逆光電子

分光の測定を行うためには、測定チャンバーの内部を超

高真空に維持する必要があり、少なくとも10-10 Pa 程度

の超高真空が必要である。そのために、逆光電子分光測

定チャンバーのリーク量を5×10-10 Pa・m3/s 以下に抑
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制し、またロードロック室と呼ばれる真空チャンバーを

測定チャンバーに付属させ、測定チャンバーを大気に曝

露する必要なしにシステムへ測定試料を導入することが

可能な設計とした。平成25年度は、以上のような特徴を

持つ逆光電子分光測定システムを構築し、いくつかの予

備的な測定を行った。その結果、化合物薄膜太陽電池用

材料の最も標準的な例である CuIn1-xGaxSe2薄膜の逆光

電子分光スペクトルを測定し、従来の文献で報告されて

いる結果と整合すると考えられる結果を得た。また、逆

光電子分光法のエネルギー分解能を約0.3eV 程度まで向

上させるために、光検出システムの改良を予備的に開始

した。 

課題④：基準太陽電池セルのインターコンパリゾン 

 結晶シリコン系太陽電池で製作した窓材の異なる基準

太陽電池セルについて、日本とは異なる欧州のトレーサ

ビリティ・校正方法とのインターコンパリゾン（比較校

正）を実施した。統計的解析により、日欧双方の一次校

正の不確かさの推定方法とその値は概ね妥当であり、日

欧の結晶シリコン系の基準太陽電池セル一次校正値の整

合度は、窓材の違いに関わらず、合成拡張不確かさ

1.1%の範囲内であることが確認できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］太陽電池、太陽光発電、モジュール、信

頼性評価、蛍光色素、逆光電子分光、基

準セル、インターコンパリゾン 
 
［研 究 題 目］再生可能エネルギー発電システム最適化

のための評価技術の開発 

［研究代表者］大谷 謙仁（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］大谷 謙仁、辻村 拓、難波 哲哉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光発電用パワーコンディショナ（PCS）の性能

試験法を中心に、各国の系統連系規定の差異と同等性を

確認する作業を行い、国際間の共通試験方式をまとめる

ことを目標として、2カ年の計画で、機器性能の共通試

験方式の開発とシステム統合化技術の開発を行う。機器

性能の共通試験方式の開発では、太陽光発電用パワーコ

ンディショナ（PCS）の系統連系及び性能評価係る試

験方式について、IEA ISGAN Annex.5（SIRFN）の活

動を通じて日米欧の共通試験方式の開発と、試験結果の

確認を行う。システム統合化技術の開発では、発電機

（太陽光発電、風力発電など）、エネルギー貯蔵、電力

負荷のそれぞれを統合したシステムとして評価するため

のシステム評価技術を開発する。 

 平成25年度は、次世代型パワーコンディショナの機能

試験について、国際比較実施のための人的および研究設

備の環境整備を行い、次年度早期の共同実験に向けて、

サンディア国立研究所および NREL との連携体制構築

が図れた。エネルギー貯蔵システム（EES）を再生可

能エネルギー発電システムに組み込むことで得られる効

果を検証するためのシステム性能試験については、実証

例が乏しく、まずは試験方式のたたき台として米国エネ

ルギー省主導で PNNL およびサンディア国立研究所が

策定した試験プロトコルの調査を行った。IEA ISGAN 
Annex.5 （SIRFN）の枠組みにおいて次年度下半期に

国際共同実験の再検討を行うこととした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽光発電、パワーコンディショナ、国

際標準化、スマートグリッド、分散電源 

 
［研 究 題 目］大規模蓄電池に適した低インピーダンス

計測技術の開発 

［研究代表者］三戸 章裕（計測標準研究部門） 

［研究担当者］三戸 章裕、金子 晋久、藤木 弘之、

坂本 憲彦（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光発電などの再生可能エネルギー電源は、気象条

件により発電電力量が変動し、電力網の不安定化に至る

という欠点がある。蓄電池は、これを解決する電力平準

化のキーデバイスとして普及が進んでいるが、蓄電池の

劣化が電力品質へ悪影響を及ぼす懸念があることから、

劣化を極力早期に検出可能な計測技術の確立が期待され

ている。本研究では、非破壊かつ蓄電池への負担が少な

い評価法であるインピーダンス法に着目し、大規模蓄電

池を評価対象としたインピーダンス計測技術の高精度化

を行なっている。高精度計測システムからオンサイト評

価に適した可搬型の計測器まで開発し、計量トレーサビ

リティにより信頼性を付与することにより、蓄電池の総

合的評価の技術確立を目指す。 

 本年度は、大規模蓄電池をターゲットとした評価装置

と、可搬型評価装置を中心に開発を行なった。大規模蓄

電池は、急速充放電を可能とするために、1 mΩ程度の

低インピーダンス値に抑えられている。これは測定が難

しい領域で、測定の信頼性が低い。そこで、ミリオーム

領域の高精度測定のため、従来の周波数応答解析器に電

流拡張機能と電流評価用補助装置を付加するなどし、25 

A 以上の大電流交流信号によるインピーダンス計測装置

を構築した。これにより、低インピーダンス蓄電池の高

精度化が進展した。また、測定電流1.5 A の可搬型評価

装置の試作機を開発した。この装置を用いて、低インピ

ーダンス蓄電池評価の精度について検証した。その他、

蓄電池を定量的に評価するために不可欠な評価用治具の

試作とその電気的特性評価、および評価用模擬電池の開

発を行なった。なお、本研究成果の一部は、日置電機株

式会社への再委託により得られた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］蓄電池、リチウムイオン電池、非破壊劣

化評価、交流インピーダンス、電気標
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準、電気特性評価 

 
［研 究 題 目］水素インフラ実用化に向けた高圧水素計

量管理技術の開発 

［研究代表者］寺尾 吉哉（計測標準研究部門） 

［研究担当者］森岡 敏博、舩木 達也、岩井 彩、 

石橋 雅裕、梶川 宏明、飯泉 英昭、

藤井 賢一（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池自動車の普及に向けて、水素インフラ整備や

規制緩和が課題となっている。水素インフラにおいて信

頼性のある水素商取引を行うためには、高圧水素用の流

量計や圧力センサ等の計量器を管理する技術が重要とな

る。本研究では、これらの流量計や圧力センサに対して

国家標準にトレーサブルな校正・試験を行えるようにす

るため、水素流量の計測システム及び気体高圧力の標準

を整備し、その国際同等性を確認することを目的として

いる。 

 本研究では、水素流量と気体高圧力について、米国国

立標準技術研究所（NIST）とドイツ物理工学研究所

（PTB）と連携し、国際比較を実施する。本年度は、

水素流量に関して、国際比較用仲介器として低圧水素用

マルチ臨界ノズル流量計測システム及び高圧水素用臨界

ノズル式流量計を開発し、特性評価試験を実施した。気

体高圧力に関しては、100 MPa までの圧力範囲で、重

錘形圧力天びんを標準器として高精度圧力計を校正する

システムを構築し、国際比較の準備として、高精度圧力

計を複数台組み込んだ仲介器の作製及び校正手順の開発

を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］水素、気体流量標準、気体高圧力標準、

国際比較 

 
［研 究 題 目］バイオディーゼル燃料認証標準物質の開

発 

［研究代表者］藤本 俊幸（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤本 俊幸、朱 彦北、沼田 雅彦、 

黒岩 貴芳、北牧 祐子、日置 昭治 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 地球温暖化対策のひとつとして世界各国で普及の進ん

でいるバイオディーゼル燃料（BDF）は、原料由来の

夾雑物などに起因するエンジントラブル等を引き起こす

ことが懸念されていることから、品質管理のための規格

（JIS K 2390）が制定されている。そこで本事業では、

米国・国立標準技術研究所（NIST）と連携して、上記

規格の対象成分のうち6元素（Na, K, Ca, Mg, P, S）の

精確な値付け方法を確立し、その成果を活用して、分析

の精度管理に用いる BDF 認証標準物質を開発する。本

標準物質により分析値の信頼性を確保することで、

BDF の適切な品質管理を実現し、その普及に貢献する

ものとする。 

 本年度は、まず BDF の候補標準物質を選定・調製し

た。原料は、日本でも輸入を進める可能性のあるパーム

油由来の BDF とし、約350本のアンプルに小分けして、

均質性を評価した。次に、BDF 中の微量元素の精確な

分析法の開発を行った。通常、元素分析の前処理には酸

分解法を用いるため、本年度は酸分解の適切な条件を確

立した。一方、酸分解法は操作時間がかかるという欠点

を有しているため、迅速分析法として有機溶媒希釈－直

接測定法を考案した。本年度は、ICP-MS に直接導入し

ても十分な精度で測定可能な希釈用の有機溶媒を選定し、

目的元素の濃度に対する応答が良好な直線性を示すこと

を確認した。さらに今年度は複数の国家計量研究所によ

る妥当性確認のために、国際比較を一件 NIST と共同

で提案した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］バイオディーゼル燃料（BDF）、認証標

準物質、国際比較 

 
［研 究 題 目］微細形状計測 

［研究代表者］井藤 浩志 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］井藤 浩志、Wang Chunmei 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 精密な形状計測を行うために必要な測定法、および、

ラフネス評価のためにプローブ評価法の開発を行った。

ラフネスについて、ISO TC201 SC9の国内審議委員会

において、国内持ち回り試験の開始が承認された。ラフ

ネスの再現性高める方法の1つとして、探針形状測定を

利用して、鋭い探針で測定した表面形状から劣化した探

針形状の画像を生成し、ラフネスの補正、又は、不確か

さを求める方法を開発した。この方法の実用性を、Si
上の金属薄膜のラフネス評価に適用し、実用性の確認を

行った。また、電気測定に関するプローブ顕微鏡の標準

化のために、持ち回り試験を VAMAS-TWA2で実施する

ことが承認され、実施を開始した。最初に、国内の持ち

回り試験を行い、装置単位の検量線では中間濃度領域の

値の一致が悪く、個別の機器と探針の組み合わせで行う

ことで、走査キャパシタンス顕微鏡法（SCM）と走査

広がり抵抗顕微鏡法（SSRM）のキャリア濃度の値が一

致し、良好な結果が得られた。これらの結果に基づいて、

手順や標準試料の構成の修正を行い、実用的な SCM や

SSRM のキャリア濃度校正手順を作成した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］原子間力顕微鏡、走査プローブ顕微鏡、

カンチレバー、標準試料、ISO 国際標準 

 
［研 究 題 目］3D 映像 
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［研究代表者］氏家 弘裕（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］氏家 弘裕、渡邊 洋（健康工学研究部

門）（常勤職員2名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

立体（3D）映像メディア技術を情報機器・システム

に導入することで3DTV 会議システムや3D テレワーク

等の活用により、CO2を多く排出する交通機関の利用を

避ける事が可能になる。本テーマでは、立体映像を提示

し、これによる心理学的及び生理学的な影響を調べ、映

像酔いや視覚疲労など好ましくない生体影響をできるだ

け生じさせない立体映像のためのガイドライン草案を作

成し、その国際標準化を図ることで、誰にでも安全・安

心に立体映像が利用可能な環境を日米連携で早急に整え、

世界的な立体映像関連市場立ち上げをスムースかつ急速

に進め、エネルギー消費削減とともに、新しい産業によ

る雇用創出への貢献を目指す。 

具体的には、以下の2点について実施した。 

(1) 3D 生体安全性国際規格化審議の基盤となる生体影

響計測 

 3D 映像による視覚疲労要因のうち、両眼間非整合

性についてこれまで主に要因単独での影響を調べてき

たが、今年度は、要因間の複合的な影響を調べる実験

（実験1および2）を行うとともに、要因単独での追加

実験（実験3および4）も行った。また、NIST（米国

標準技術研究所）との連携に基づく実験を行った。 

 まず、両眼間非整合要因間の複合的な影響を調べる

ために、両眼間回転ずれと両眼視差範囲の効果（実験

1）について実験参加者14名（20～30歳）で実験を行

うとともに、両眼間クロストークと両眼視差範囲の効

果（実験2）についても実験参加者14名（22～59歳）

で実験を行った。その結果、視差範囲の増加や両眼間

非整合（回転ずれ、クロストーク）の増加に伴い快適

度スコアが明らかに低下するとともに、両者の間での

非線形的相互作用なども見られた。 

 次に、両眼間非整合要因単独での影響をさらに検討

するために、画面サイズや視距離などの視聴環境が与

える影響（実験3）について実験参加者20名（21～29

歳）で実験を行うとともに、クロストーク値の大きな

範囲での効果（実験4）についても実験参加者29名

（20～69歳）で実験を行うことで、これらの効果を明

らかにした。 

 さらに、NIST との連携では、3D ディスプレイ特

性と生体影響との関係を明らかにするために、NIST
との連携に基づいた人間工学実験を実験参加者20名

（20～30歳）で実施した（実験5）。その結果、クロ

ストークの増加に伴って奥行き知覚閾の増加が見られ

た。 

以上の実験1～5における生体影響計測実験では、主

観評価やアンケートを主体とする心理計測と、心電計

測を主体とする生理計測とを実施した。特に、過去に

報告されている3D での不快度に関する短時間（主と

して数秒間）での観察による評価と異なり、比較的長

時間（10～40分程度）での観察による計測を実施した

点を特徴としてあげることができる。 

(2) 3D 映像ガイドラインの国際規格化活動 

 ISO/TC 159/SC 4/WG 12（映像の生体安全性

WG）において、上記の(1)に基づいて実施された3D
映像による視覚疲労に対する国際規格化は、研究担当

者が WG コンビナー及びセクレタリーとして審議を

進めてきた。その結果、親委員会（ISO/TC 159/SC 

4（人間とシステムのインタラクション））での投票の

結果、委員会原案（CD 9241-392）が成立し、これを

受けて国際規格案（DIS）の登録を行い、さらに投票

の結果、DIS が承認されるに至った。 

 なお本テーマは、（社）電子情報技術産業協会と共同

で実施した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］立体映像、生体安全性、国際標準化 

 

［研 究 題 目］ハイパースペクトルセンサの校正・デ

ータ処理等にかかる研究開発 
［研究代表者］山本 浩万（地質情報研究部門） 
［研究担当者］山本 浩万、土田 聡、小畑 建太、 

堂山 友己子、石綿 かおり 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 ハイパースペクトルセンサは、従来のセンサと比べ対

象物の性質を詳しく分析することができるため、「宇宙

にかかる技術の産業（資源確保・防災・環境等）利用へ

の拡大」が期待される。本研究では、ハイパースペクト

ルセンサを活用するために不可欠な校正技術及び得られ

たデータの処理技術の開発を実施するとともに、今後同

センサを有効に活用する上で解決すべき課題の洗い出し

等を実施する。特に、現在、次期衛星センサとして経済

産業省が開発中の高精度ハイパースペクトルセンサ及び

マルチスペクトルセンサ（HISUI）に対して、「校正技

術」および「データ処理技術」の研究開発を実施する。 
 校正技術の研究開発として、代替校正、相互校正につ

いての研究を進めた。代替校正実験において使用される

標準反射板において、その二方向性反射率分布関数

（BRDF）の自らの値づけを目指し、その第一段階とし

て反射板の比較校正のための技術開発を試み、問題点を

明確化した。代替校正および相互校正においては、

HISUI 打ち上げ前のセンサとして現在運用されている

ハイパースペクトルセンサおよびマルチスペクトルセン

サのデータを用いる事による可能性を示した。また、豪

州代替校正サイトにおいて豪州連邦科学産業研究機構

（CSIRO）と代替校正実験を共同実施した。データ処

理技術の研究開発においては、HISUI の大気補正済み
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プロダクトの作成方法の検討を実施した。今年度は、シ

ーン内の最低画素値がパスラジアンスのみであるという

仮定に基づいて、標高データと衛星観測輝度を組み合わ

せてパスラジアンスからエアロソル量を推定する暗画素

法を陸域向けに開発し良好な結果を得た。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］衛星画像、校正・検証、画像補正、ハイ

パースペクトルセンサ、HISUI 
 
［研 究 題 目］低炭素社会を実現する超軽量・高強度革

新的融合材料プロジェクト：ナノ材料の

安全・安心確保のための国際先導的安全

性評価技術の開発 
［研究代表者］本田 一匡（安全科学研究部門） 
［研究担当者］本田 一匡、蒲生 昌志、五十嵐 卓也、

篠原 直秀、佐々木 毅、川口 建二、 

 古賀 健司、古屋 武、清水 禎樹、 

 陶 究、伯田 幸也、山本 和弘、 

 榎原 研正、飯田 健次郎、櫻井 博、 

 江馬 眞、張 貴華、斎藤 英典、 

カザウィ 理香、福井 浩子、 

蒲生 吉弘、篠塚 るり、鈴木 貴子、

宮本 宏幸、内田 邦夫、吉田 智子、

後藤 理恵、林田 津安子、柴野 容一 

（常勤職員15名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ材料の物理化学性状がどのような範囲の材料であ

れば有害性が同等と見なせるか（同等性）の判断基準の

構築と、簡便な初期有害性試験方法の確立を目的として、

以下の研究開発を行った。 

１）同等性評価のための試料調製技術とキャラクタリゼ

ーション 

 動物試験に供する二酸化チタン、酸化ニッケル、二

酸化ケイ素ナノ粒子分散液について、調製方法の検討、

試験実施機関への供給、キャラクタリゼーションを行

った。また、結晶性シリカナノ粒子の調製方法の検討

として、形成される非晶質相の割合を詳細に分析した。 

２）エアロゾルの安定発生手法の構築 

 酸化ニッケルナノ粒子の懸濁液を用いて、液滴破砕

現象の実験的・理論的検討を行い、凝集度が低いエア

ロゾル発生条件を見いだした。これに基づいて、二酸

化チタンナノ材料のエアロゾルを発生させ、吸入暴露

試験に供給した。 

３）エアロゾルの液相捕集手法の構築 

 乾式エアロゾル発生装置とエアロゾル捕集装置を組

み合わせた系を構築し、安定運転のための改良を行っ

た。また、捕集効率の評価技術を構築し、JIS 標準粉

体や二酸化チタンナノ材料について粒子捕集効率を評

価した。 

４）ナノ材料の体内分布及び生体反応分布の定量化技術

の開発 

 ナノ材料を暴露したラット肺に対して TLR4による

炎症性肺胞マクロファージ識別方法を適用して、有害

性評価のエンドポイントとしての有効性を検証した。

また、光学顕微鏡と透過型電子顕微鏡観察の組み合わ

せによる観察手法の高度化を図った。 

５）ナノ材料の体内動態と生体反応に関する数理モデル

の構築 

 二酸化チタンナノ材料を投与したラットの臓器内分

布・臓器間分布について、試行的な数理モデルを構築

するとともに、肺クリアランスと物理化学的特性の比

較を行った。また、酸化ニッケルナノ材料を用いた動

物試験での臓器試料の分析を行った。 

６）培養肺胞モデル評価系の開発と数理モデル化への利

用方法に関する研究開発 

 ラットから抽出した II 型肺胞上皮細胞をより実肺

胞空間の環境に近づけるための培養条件の最適化、マ

クロファージの抽出を行った。また、ヒト培養株細胞

系の評価系において、肺胞上皮基底側の血液相への粒

子透過量の定量を行い、数理モデル化を検討した。 

７）国際動向の把握 

 OECD 工業ナノ材料作業部会や ISO ナノテクノロ

ジー技術委員会での標準化等に関する議論に対して、

適宜、意見表明を行った。また、OECD の活動とし

て、ナノ材料のグループ化／同等性／類推に関する各

国状況のアンケート調査を主導した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ材料、同等性、キャラクタリゼーシ

ョン、有害性評価、気管内投与試験、吸

入暴露試験 

 

［研 究 題 目］革新的触媒による化学品製造プロセス技

術開発プロジェクトのうち有機ケイ素機

能性化学品製造プロセス技術開発 

［研究代表者］佐藤 一彦 

（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］佐藤 一彦、島田 茂、浅川 真澄、 

清水 政男、中島 裕美子、 

五十嵐 正安、八木橋 不二夫、 

江口 勝哉、石原 吉満、安田 弘之、

崔 準哲、深谷 訓久、遠藤 明、 

片岡 祥、上村 佳大、山下 浩、 

崔 隆基（常勤職員17名、他17名） 

［研 究 内 容］ 

 シリコーンに代表される有機ケイ素材料は、耐熱性、

耐候性、耐光性、高光透過性、耐寒性、離型性等の様々

な優れた特性を有しており、他の材料では代替できない

材料として極めて広範な分野において利用されている。

しかし、有機ケイ素原料の製造は、高エネルギー消費プ

ロセスであり、また、有機材料に比べ、触媒技術の開発
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が大きく遅れており、有機ケイ素材料の性能向上、新機

能発現、コストダウンに大きな余地を残している。そこ

で、本研究開発では、①砂から有機ケイ素原料を低エネ

ルギー低コストで製造する触媒技術、②有機ケイ素原料

から高機能有機ケイ素部材を製造する触媒技術の2つの

研究課題に取り組むことにより、有機ケイ素材料の性能

向上、新機能発現とともにコストダウンを達成すること

を目的としている。 

 平成25年度は、砂等の原料から金属ケイ素を経由せず

にアルコキシシランを製造する触媒技術に関して、触媒

の種類と量、導入ガスの圧力等の反応条件を検討し、収

率の向上に成功した。また、水素を還元剤としてヒドロ

シランを製造する方法に関して検討し、一部の基質に対

して有効な触媒反応系を見出した。高機能有機ケイ素部

材を製造する触媒技術のうちケイ素−炭素結合を形成す

る触媒技術に関しては、ヒドロシリル化反応用触媒に関

して検討し、触媒構造と反応基質の適切な組み合わせに

関する指針を得た。ケイ素−酸素結合を形成する触媒技

術に関しては、金属触媒等を用いた検討を行い、選択的

にアルコキシシランを合成可能な触媒を見出した。また、

ケイ素−ケイ素結合形成技術に関しては、触媒の種類や

反応条件を検討し、低分子量の有機高次シランを高選択

的に生成する触媒を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ケイ素、触媒、シリコン、シリコーン、

パラジウム、ルイス酸 

 
［研 究 題 目］次世代3次元内外計測の評価基盤技術開

発 

［研究代表者］高辻  利之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］阿部  誠、藤本  弘之 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 製品に対する省エネルギー、省資源の要求が高まり、

部品の薄肉化・高密度化・複合化が求められ、かつ競争

力維持のための高品質化への要求により、設計は複雑化、

3次元化の一途を辿っている。このため、複雑に入り組

んだ精密な内部構造をもつ部材や、異種材料・複合材料

を組み合わせた部品を製造する機会が増えてきている。

その際、部品同士における寸法・形状のずれや強度不足、

さらに部品内部における予測できない変形・欠陥が発生

するため、製造部品の内部まで設計通りの加工寸法・組

立配置が実現されているかを正確に計測することが求め

られている。本研究では、複数の部品及び数種類の材質

からなる産業製品内部を非破壊で高精度に計測し、高エ

ネルギーで計測精度の保証があるディメンジョナル X
線 CT を開発し、その性能や計測結果の信頼性を客観的

に評価する評価技術の開発を実施する。本年度は高エネ

ルギーX 線 CT 装置の分解能評価に適したゲージを製作

し、それを用いて既存の高エネルギーX 線 CT 装置の分

解能を実際に評価した。製作した分解能評価用ゲージは、

ライン・アンド・スペースを開放型の構造で実現し、材

質について X 線減弱の異なる3水準としてタングステン、

モリブデン、及び SUS（ステンレス鋼）を設定したも

のとした。評価寸法について、5 mm から0.05 mm の

範囲を包含する20水準を設定したゲージとして製作した。

分解能の評価方法として、周期構造部の X 線 CT 再構

成画像における矩形波状コントラスト波形に注目し、ス

テップ応答の時定数としてモデル化した評価法を採用し

た。製作したゲージを使って既存の高エネルギーX 線

CT 装置実機の評価実験を行った結果、0.7 mm の分解

能を示す結果を得た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］座標測定機、光学式距離センサ、非接触 

 
［研 究 題 目］ライフサイエンスデータベースプロジェ

クト 

［研究代表者］今西 規（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］今西 規、村上 勝彦 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、独立行政法人科学技術振興機構（JST）に

設置されたバイオサイエンスデータベースセンター

（NBDC）を中核とした国全体のライフサイエンス分

野の統合データベースを構築するため、経済産業省の分

担業務であるポータル構築連携、横断検索連携、アーカ

イブ構築連携を行うことを目的とする。 

 本年度は、前年度までの経産省ライフサイエンスデー

タベースプロジェクトによって構築されたポータルサイ

ト MEDALS（http://medals.jp/）を継続的に改良しつ

つ運営し、データベースやソフトウェア等の成果物に関

する情報発信を行った。ポータルサイトの内容を随時更

新し、新しいデータベース等の紹介を行った。特に、経

産省関連の各種研究開発プロジェクトで作成されたデー

タベースやソフトウェアについては詳細な調査を実施し

た結果、合計170件の成果物を「便覧」に掲載した。ま

た、多数のデータベースを一括検索できる「MEDALS
横断検索」については対象データベースをさらに充実さ

せたほか、データ ID による検索との連携を新たに実現

した。データベースのアーカイブ作成も、NBDC との

連携のもとで実施した。広報活動では、データベース講

習会の開催やアンケートによるニーズ調査のほか、幅広

い利用者への情報提供を実現するために新しい情報発信

の手段として Facebook や Twitter の利用を継続し、ま

た Ustream による講習会ビデオ配信を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］データベース、ソフトウエア、横断検索 

 

［研 究 題 目］医療機器に関する開発ガイドライン作成
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のための支援事業 

［研究代表者］赤松 幹之（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］赤松 幹之、鎮西 清行、鷲尾 利克、

岡崎 義光、廣瀬 志弘、山下 樹里

（以上、ヒューマンライフテクノロジー

研究部門）、 

木山 亮一（バイオメディカル研究部

門）、片岡 正俊（健康工学研究部門）、 

弓場 俊輔（健康工学研究部門）、 

坂無 英徳（情報技術研究部門）、 

本間 敬子（知能システム研究部門）、 

梶谷 勇（知能システム研究部門）、 

榊田 創（エネルギー技術研究部門）、 

池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

（常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の医療機器を早期に臨床導入するためには、円

滑な機器の開発、迅速な薬事審査、市販後の安全維持を

総括的に検討すべきで、これらは関連する産業の発展、

国際競争力の強化、安心・安全な機器の利用、国民の

QOL の向上に大きく寄与する。本研究は、円滑な機器

の開発と迅速な薬事審査への寄与を目的とした開発ガイ

ドラインを策定することにある。 

 平成25年度は、再生医療分野（ヒト細胞製造システ

ム）、体内埋め込み型材料分野（高生体適合性［カスタ

ムメイド］他関節インプラント）、体内埋め込み型材料

分野（高生体適合性［カスタムメイド］脊椎インプラン

ト）、ナビゲーション医療分野（PDT 機器）、体内埋め

込み型材料分野（積層造形医療機器）、テーラーメイド

医療用診断機器分野（遺伝子発現解析用 DNA チップ）、

医療用ソフトウェア分野（医療用ソフトウェア）、運動

機能回復訓練機器分野（運動機能訓練用医療機器）、プ

ラズマ応用技術分野（プラズマ処置機器）の8課題の開

発ワーキンググループを設置し、厚生労働省の事業に基

づいて設置された審査 WG と連携して、開発者および

審査関係者に有益な事項に関して技術的側面から検討し

た。この結果、再生医療分野、体内埋め込み型材料分野、

プラズマ応用技術分野、医療用ソフトウェア分野、運動

機能回復訓練機器分野における6件の開発ガイドライン

（案）を策定した。 

 開発ガイドラインの普及啓蒙活動として、既刊の開発

ガイドラインにつき、医療機器関連の開発者等を対象と

するセミナーを開催した。開発ガイドラインの解説テキ

スト等を作成する等セミナー内容の検討は、開発 WG
で行なった。本年度ガイドライン案検討を行わなかった

1分野については、普及活動のためのワーキンググルー

プ（普及活動 WG）を別途設置してこの検討にあたっ

た。 

 セミナー開催に当たっては、厚生労働省および国立医

薬品食品衛生研究所の共催および関連する諸学会の後援

を得て、開発ガイドラインの内容だけでなく、関連する

次世代医療機器評価指標や関連分野の医学および技術の

動向、医薬品医療機器等法などの最新動向の情報提供に

つとめた。 

 これらの結果、セミナーを再生医療分野、体内埋め込

み型材料分野の2つの分野について4回開催し、合計560

名の受講者をあつめた。また、体内埋め込み型材料分野

の1件の開発ガイドラインを英訳した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］医療機器開発ガイドライン、再生医療、

手術ロボット、リハビリテーション機器、

生体適合性インプラント、医療用ソフト

ウェア 

 

［研 究 題 目］基準策定・評価事業 

［研究代表者］比留川 博久（知能システム研究部門） 

［研究担当者］松本 吉央、中坊 嘉宏、松本 治、 

梶谷 勇、本間 敬子、角 保志、 

脇田 優仁、田中 秀幸、吉田 英一、

吉安 祐介、安藤 慶昭、原 功、 

藤原 清司、尾暮 拓也、佐川 立昌

（知能システム研究部門）、西田 佳史、

三輪 洋靖、多田 充徳、遠藤 維（デ

ジタルヒューマン工学研究センター）、

本村 陽一、西村 拓一（サービス工学

研究センター）（常勤職員22名） 

［研 究 内 容］ 

本事業の初年度である平成25年度は、「移乗介助（装

着）」「移乗介助（非装着）」「移動支援」「排泄支援」「認

知症の方の見守り」の重点5分野についての開発内容を

評価するための基準の策定を行った。 

具体的には、まずロボット介護機器の開発にあたりコ

ンセプト（実生活での活用法、利用対象者の明示、およ

びその実現に必要となる機械的要件の導出）を整理する

ための「開発コンセプトシート」と、「安全コンセプト

チェックシート」および「リスクアセスメントシート」

の雛形を作成し、開発補助事業者への解説を行った。ま

た、各重点分野の機器が満たすべき安全および性能の検

証項目・方法をまとめた「機械的要件の状況確認シー

ト」を策定した。これらのシートに基づいて、開発補助

事業に採択された45事業者を対象に、平成25年10月には

中間審査（書類審査およびヒアリング）、平成26年2月に

はステージゲート審査（書類審査、実機審査およびヒア

リング）を実施した。 

また、安全・性能の新たな検証方法と評価試験装置、

および効果評価システムの開発を行った。具体的には、

ロボット介護機器が人体へ与える影響の評価手法や、介

護者および被介護者の動作を模擬する人型ロボットおよ

び力学シミュレータ、介護施設での（ロボット介護機器



研 究 

(500) 

の利用状況を含む）介護業務を記録するシステムなどを

開発した。また、実際の介護施設での実証試験の前に評

価を行うための「模擬介護施設」を、生活支援ロボット

安全検証センター内に構築した。また、今後の実証試験

に必要となる倫理申請のガイドラインの策定、および開

発補助企業への解説を行った。 

さらに、プロジェクトの広報ページ（robotcare.jp）
を開設し、プロジェクトの研究成果・基準策定状況に関

する情報発信（日本語および英語）を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、介護支援機器、基準、評価、

安全、効果 

 

［研 究 題 目］超精密三次元造形システム技術開発プロ

ジェクト 

［研究代表者］岡根 利光 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］岡根 利光、今村 聡、梶野 智史、 

岩本 和世、松本 純一（集積マイクロ

システム研究センター）、綾 信博（イ

ノベーション推進本部）（常勤職員6名） 

［研究内容］ 

鋳造製品は自動車エンジジンのシリンダーヘッドや発

電所のガスタービンのブレード等、多くの産業分野にお

いて重要な中核部品として使用されている。従来技術で

は、製品と同じ形状をした模型を用いて砂型に形状を転

写させ、溶けた金属を砂型に流し込み固めることによっ

て再度形状を転写して製品を得る。複雑形状に対応する

為には複数の型の組み合わせなどの工夫が必要であり、

現状技術では鋳造品の形状の複雑さには限界がある。 

“超精密三次元造形システム技術開発”では、複雑部

品形状に対応する複雑形状の砂型（鋳造用鋳型）に砂粒

を積層して3次元造型し、そこに溶融金属を流し込み部

品を鋳造する技術を開発する。模型を作らず部品の形状

データに基づいて3次元形状の砂型を直接積層造型する

ことにより、今後の市場が期待される、より薄肉・軽量

となる超複雑形状の高付加価値部品の製造が可能となる。

しかしながら、現状では3次元の砂型を積層造形して鋳

型として用いて鋳造品を生産する場合、鋳型の製造速度

などの生産性、鉄など高融点金属の鋳造に対応できる強

度・耐熱性等について課題がある。 

本技術開発では、砂型材料とその積層装置技術の開発

を行い、積層速度の高速化、併せて、高融点の金属への

対応、積層造型した鋳型を傾斜構造化することにより局

所的冷却制御を可能とするなど、新生産技術の確立に向

けた技術開発を進めている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］鋳造、積層造形、アルミニウム合金、鋳

鉄 
 

・石油天然ガス基礎調査等委託費 

［研 究 題 目］平成25年度メタンハイドレート開発促進

事業（生産手法開発に関する研究開発） 

［研究代表者］成田 英夫 
（メタンハイドレート研究センター） 

［研究担当者］海老沼 孝郎、天満 則夫、長尾 二郎、

神 裕介、今野 義浩、木田 真人、 
皆川 秀紀、江川 浩輔、宮崎 晋行

（兼務）、米田 純、山本 佳孝、 
室町 実大、清野 文雄（兼務）、 
小笠原 啓一（兼務）、小野 晶子、 
佐藤 章子、毛利 大、長原 さゆり、

内海 崇、袴田 陽子、泉 隼人、 
大山 裕之、池田 育子、林 順子、 
眞城 一憲、渡辺 敬一、渡邊 瑞穂、

深見 英司、羽田 博憲、金子 広明、

西村 興男、木村 匠、泉 彰子、 
伊藤 拓馬、西川 泰則、桝井 明、 
明円 文子、小林 秀男、片桐 淳、 
青木 一男、覺本 真代、熊谷 小百合、

大野 孝雄、根本 照子、山口 寛子、

村岡 道弘、大竹 道香、宮田 雅子、

須々木 尚子、野崎 たみ、阿部 透、

清水 努、椿 卓也、佐藤 康晴、 
白鳥 治子（常勤職員14名、他41名） 

［研 究 内 容］ 

 メタンハイドレート開発促進事業の生産手法開発に関

する研究開発では、大量かつ安定的にメタンを生産する

生産手法高度化技術の開発、坑井のガス生産性およびメ

タンハイドレート貯留層の生産挙動を高い精度で予測す

る生産性・生産挙動評価技術の開発および生産に伴う地

層変形・圧密挙動について長期的な安全性を評価するた

めの地層特性評価技術を開発する。 

 生産手法高度化技術の開発においては、坑底圧を

3MPa 以下とする強減圧法について、メタンハイドレー

ト堆積層の水飽和率の生産増進効果を実験によって解析

した。その結果、高水飽和コアは、低水飽和コアに比べ、

氷生成によるガス生産の増進期間が長くなることが明ら

かとなった。この現象を MH21-HYDRES によるシミ

ュレーション解析によって解析したところ、高水飽和コ

アでは、減圧初期からコア内全域で氷が生成するのに対

し、低水飽和コアではコア周辺部から順に氷が生成して

おり、水飽和率が高いほど有効に氷の生成熱が分解に寄

与してガス生産が高まることを明らかにした。また、大

型室内産出試験設備による強減圧生産実験から、減圧直

後にガス生産レートが増加し、その後減衰した後一定レ

ートに落ち着く挙動を繰り返したのに対し、2.1MPa ま

で強減圧したところ、ガス生産レートは増加後減衰する

ことなく高レートで維持されることが明らかになり、こ

のとき砂層内部では、2.1MPa まで強減圧したところで、
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氷点下でわずかな温度上昇が計測され、氷生成が始まっ

たと推測された。氷が生成する期間、ガス生産性が顕著

に増加することを確認し、強減圧生産法の有効性を確認

した。生産障害の解析については、細粒砂の移流・蓄積

過程を解析するため、海洋産出試験・事前掘削コアを用

いて、ハイドレート層の性状と細粒成分の関係を解析し

た。粒径約60µm 以下の Silt 成分が20～30%の割合で含

まれている“Sand”から“Silty sand”に区分される

領域でハイドレート飽和率が高いことが明らかとなった

ほか、ここで粒径約4µm 以下の clay 成分1～3%程度が

堆積層に含まれており、ガス生産時この clay 成分がガ

ス生産の際移流する可能性が高いと推察された。砂層中

の細粒砂の蓄積過程を再現するために、3次元孔隙モデ

ルを作成し、細粒砂懸濁液を圧入する数値シミュレーシ

ョンを行った。一定圧力勾配、全方向周期境界条件の下

で数値計算を行い、細粒砂濃度が20%以上だと閉塞し、

15%以下だといったん流速が落ちるもののその後回復す

るという結果を得た。この傾向は細粒砂濃度のみに依存

し、細粒砂粒径によらないことが明らかとなった。高濃

度 NaCl と粘土が懸濁する坑井内流体について、その相

平衡条件などについて検討した。ラマン分光分析の結果、

いずれの懸濁液から生成したハイドレートもⅠ型結晶構

造であり、粘土の含有量が高くなると大ケージ占有率は

粘土によりほとんど変化しないが、小ケージは明らかに

占有率が低くなり、水和数は小ケージ占有率の減少に伴

って増加する傾向が見られた。また、水蒸気圧測定の結

果、高濃度の NaCl 水溶液に高濃度の粘土が懸濁した場

合にはハイドレート相平衡条件が低温・高圧へシフトす

る可能性が示唆され、メタンハイドレート再生成を防止

するものと思われる。 

 生産性・生産挙動評価技術の開発においては、メタン

ハイドレート貯留層内の塩分濃度の関数として、粘土鉱

物の膨潤により浸透率が低下する挙動を表す数値解析式

を開発し、MH21-HYDRES に計算サブルーチンとして

シミュレータに組み込んだほか、ガス生産レートへの影

響を解析した。CO2圧入に伴うハイドレート生成および

CH4生産増進モデルを更新し、混合ガスハイドレート被

膜の形成による CH4-CO2置換反応の遅延効果と、その

後の緩やかな置換反応を表現可能なモデルを構築し、

MH21-HYDRES へ組み込んだ。また、固相の質量保存

式を完全陰解法として取り扱えるようにシミュレータを

改良し、計算の安定性、計算精度および計算速度の向上

を図ることによって、15%程度の計算速度の向上を図っ

た。海洋産出試験の挙動予測のために、海洋産出試験適

地で新規に取得した検層・コアデータおよび解釈・分析

結果をベースに浸透率を考慮して複数の坑井地質モデル

を作成し、2次元円筒座標系モデルを構築して、想定さ

れる試験計画の条件下で生産挙動を予測した。仕上げ区

間がメタンハイドレート貯留層上限から40m 下部まで

で、流動坑底圧力を3MPa 一定にしてシミュレーション

をおこなった。15日後のガス生産レートは絶対浸透率／

初期水有効浸透率を低めに設定した場合に8,000m3/d、
両浸透率を高めに設定した場合に28,000m3/d と予測さ

れ、両浸透率の組み合わせにより大きく異なった。また、

水の生産レートは両浸透率を低めに設定した場合に

110m3/d、両浸透率を高めに設定した場合に600m3/d と

予測され、水の生産レートは ESP ポンプの可動範囲（50

～500m3/d）を大きく逸脱することはないことが分かっ

た。一方、貯留層モデルの構築のため、引き続き第一回

海洋産出試験地において圧力コア取得作業を行うととも

に、取得したコア解析を実施した。粉末エックス線回折

実験を実施し、堆積物の主要鉱物組成の同定および定量

分析を行った。分析の結果、メタンハイドレート濃集区

間の堆積物は、主に石英、長石、スメクタイト、雲母、

普通角閃石、緑泥石／カオリナイト、炭酸カルシウム

（石灰質微化石）、黄鉄鉱などから構成されることが判

明した。また、各鉱物の含有量と粒径との相関関係など

を求めた。また、分解ガスの組成をガスクロマトグラフ

により分析した。深度によらず分解ガスの主成分はメタ

ンであったが、副成分として～数百 ppm 程度の C2～

C6炭化水素が含まれていた。特徴的な点としては、浅

層ではエタン濃度が数十 ppm オーダーであったのに対

し、深部ほどエタン濃度が高くなる（数百 ppm）傾向

が認められ、深部からの炭化水素成分を含む流体の移動

により、炭化水素組成の分別が起きていることが示唆さ

れた。さらに、メタンハイドレートを多く含む砂層部分

については等方圧密排水せん断試験を行い、低浸透率が

想定される泥質層については等方圧密非排水せん断試験

を行った。温度、水圧および土かぶり圧を原位置の条件

として試験を行った結果、メタンハイドレートを含むコ

アは近傍の強度に対して1.5倍～2倍の強度を持つことが

明らかになった。今回の力学試験の結果は、2011年に取

得された上部層のコアの力学試験結果とかなり良い相関

を示した。また、力学試験の圧密時に取得される排水量

と圧密圧力の関係から浸透率の推定を行い、泥質層につ

いては0.0数 mD 程度、砂層については数十 mD 程度で

あることが確認された。 

 地層特性評価技術の開発においては、砂泥互層を模擬

したコアを作成し、その中を孔隙水が流れた状況を模擬

した時に、堆積層を構成している微細粒子に生じる流動

現象を観測した。模擬砂泥互層コアの泥層は、基礎試錐

から得られた天然の泥に加えて、膨潤性の高いベントナ

イトを添加したコア試料を測定した。天然泥を用いた模

擬砂泥互相コアでの実験の結果により、流出量は

0.1wt%以下であるものの、水の流入により泥が流出し

た。また天然の泥を用いたコアからは、泥の流出に加え

NaCl の流出も観測された。 

 ベントナイトの場合、低流速の実験でも、長い時間が

経過した後の流出量は増加している。このことより、ベ

ントナイトの膨潤が流出量に影響を与えているものと考
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えられた。これらの結果より、生産時に泥成分が剥削・

流出する可能性があること、流出には泥層の膨潤性が影

響することが示唆された。また、泥層からの塩の流出は、

泥層を構成している膨潤性のある鉱物を膨潤させ、泥層

粒子の流出も促進する可能性が示された。また、東部南

海トラフ域のメタンハイドレート貯留層を想定した詳細

モデルを作成し，減圧法を適用した場合の生産挙動を数

値シミュレーションで予測した。その結果、生産井の近

傍の要素で減圧初期に平均有効応力の増加が急速に生じ，

その後時間の経過とともに高いせん断応力が発達するこ

とが確認された。さらに、高拘束圧下でせん断挙動の観

察が可能な一面せん断試験装置を開発し、局所的な変形

挙動について画像解析を行った結果、土の密度が大きい

ほどせん断強度は大きく、密度が小さいほどせん断面に

垂直方向に圧縮しやすいことが確認されたほか、土の密

度が高いほどせん断ひずみが集中していることが明らか

になった。坑井健全性評価として、メタンハイドレート

層からメタンガスを生産する際の坑井と地層との接触面

強度を求めた。坑井のケーシング－セメント間を模擬し

た試料を用いて拘束下で鋼棒による押し抜き試験を行い、

坑井の表面粗さ、セメントの組成が接触面の最大摩擦強

度および残留強度に及ぼす影響ついて評価を実施したほ

か、セメントの一軸圧縮試験および圧裂引張試験を行い、

セメントの強度と接触面強度の関係について検討した。

鋼棒の押し抜きの際の摩擦の挙動は、載荷開始と共に始

まる線形的な応力の増加、接触面の剥離による応力緩和

そしてスティックスリップ現象の3つのステージを経て

残留強度が一定に落ち着く傾向を示した。また、水セメ

ント比はセメント固化体の強度に影響を与え、水セメン

ト比が増加すると強度が低下するが、鋼棒－セメント間

の最大摩擦強度および残留強度に及ぼす影響は無視でき

ることが分かった。しかし、変形係数は水セメント比が

増加すると、若干増加する傾向を示した。さらに、鋼棒

-セメント間の接触面が剥離に至るまでの貫入量は有効

拘束圧および鋼棒の表面粗さに依存し増加することが分

かった。一方、有効拘束圧および鋼棒の表面粗さは最大

摩擦強度および残留強度に影響を与え、有効拘束圧また

は表面粗さが増加すると摩擦力も増加する傾向を示した。

結果として、ケーシング－セメント間の接触面はセメン

トの強度よりも弱いせん断応力で破壊が生じる事が明ら

かとなり、ケーシング－セメント間の接触面強度に関す

る相関からモデル式を導出した。また、坑井のケーシン

グと地層との摩擦特性を明らかにするために、高圧の押

し抜き試験装置を用いて種々の表面粗さを持つ模擬ケー

シングと豊浦砂および8号東北硅砂との摩擦試験を実施

した結果、模擬ケーシングの摩擦力と変位の関係におい

て、拘束圧が増加するにつれて硬化型から軟化型の挙動

へ変化することが分かった。模擬ケーシング表面粗さが

大きい場合、低拘束圧ほどセカントアングルが高く拘束

圧の増加に従って低くなるが、表面粗さが小さい場合は

拘束圧の増加とともにセカントアングルも増加した。ま

た、高拘束圧域においても、摩擦力は粒径と粗度の比に

大きく依存することが分かった。これらのことから、高

拘束圧域の摩擦強度は拘束圧、粒径および粗度の関係か

ら推定可能となり、表面粗さや Rz/D50を用いた摩擦強

度の実験式を導出した。一方、減圧法によるメタンハイ

ドレート分解実験を行った結果、メタンハイドレートの

分解が始まると、徐々に間隙は減少し、分解が終了した

ときの間隙比は、細粒分含有率が高いほど大きい結果と

なった。間隙水圧回復過程では、弾性膨張を起こしてお

り、膨張量は細粒分含有率の有無にかかわらず、ほぼ同

等の膨張量であることが確認された。さらに、

COTHMA を使用して、開発初期から生産終了後まで解

析的検討を行った。減圧法による生産を想定し解析を行

った結果、細粒分含有率が高いほど体積圧縮を顕著に生

じ、メタンハイドレート胚胎層の上下の地層において、

せん断変形を引き起こすことが示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］メタンハイドレート、貯留層特性、生産

シミュレータ、エネルギー効率、天然ガ

ス、生産技術、原位置計測技術、熱特性、

力学特性、圧密特性、相対浸透率、産出

試験、東部南海トラフ、地層変形、生産

障害 
 

・放射性廃棄物処分基準調査等委託費 

［研 究 題 目］地層処分共通技術調査：海域地質環境調

査確証技術開発 

［研究代表者］丸井 敦尚（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］丸井 敦尚、光畑 裕司、町田 功、 

井川 怜欧、横田 俊之、上田 匠、 

小野 昌彦、小原 直樹、越谷 賢、 

楠瀬勤一郎、古宇田亮一、森山 哲郎、 

樽沢 春菜、伊藤 成輝、吉澤 拓也、 

西崎 聖史（常勤職員6名、他10名） 

［研 究 内 容］ 
 我が国では、これまでの原子力エネルギー利用に伴い

既に放射性廃棄物が発生しており、この処理処分対策を

着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物等の地

層処分については、「原子力政策大綱」等に沿って、国、

研究開発機関等がそれぞれの役割分担を踏まえつつ、密

接な連携の下で基盤研究開発を着実に進めていくことと

している。しかし、有力な候補地となりうる沿岸域（と

くに浅海域）では、これまでは物理探査などの調査が困

難であることから断層等の地質構造調査が十分になされ

てこなかった。沿岸域に潜在する断層は、地質学的な安

定性を欠くばかりでなく、深層地下水の流路として核種

の選択的な移行経路になる可能性がある。沿岸域が処分

場の候補地となる可能性がある以上、沿岸域に係る調査

法や既存データの再解析法の適用性や信頼性を向上させ
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る必要があると考え、本委託事業「海域地質環境調査確

証技術開発」は、原子力発電環境整備機構（NUMO）

の強い要請を受け、平成19年度より開始している「沿岸

域塩淡境界・断層評価技術高度化開発（H19-H24）」お

よび「海域地質環境調査技術高度化開発（H22-H23）」

の発展的な研究課題として、前述の全体計画のうち「地

質環境特性調査評価技術」における要素技術の開発・改

良・高度化研究の一つとして位置付けられた。 

 沿岸域海底下に特徴的な地質環境の調査評価手法の高

度化開発を行うことを目的として、沿岸海域における反

射法物理探査技術に関する研究を実施した。調査対象海

域として静岡県駿河湾地域を選定し、当該海域の三次元

弾性体グリッドモデルを作成し、数値シミュレーション

により探査仕様の検討を行った。 

 その結果「海域弾性波反射法探査」として、静岡県富

士川河口沿岸陸域および駿河湾富士川河口沿岸海域にお

ける反射法弾性波探査の現地作業およびデータ処理・解

析を実施した。しかし、対象域は、交通や波浪による環

境ノイズが大きく想定される地域であり、砂丘部におけ

る発震点の確保および起振エネルギーが不十分であるこ

とが懸念された。このため、陸域起振車による発震を補

完し補強する目的で、海岸線に沿って大型エアガンによ

る海域オフセット発震でのデータ取得を行った結果、深

部（5000m 以深）までの地下構造や断層深部延長のイ

メージングが可能となり、浅部構造の解釈も容易となっ

た。 

 沿岸域物理探査データ評価のためのシミュレーション

と解析においては、①三次元弾性波シミュレーションを

用いた探査仕様・解析手法の検討と②T 法2次元探査数

値解析支援ソフトウェアの開発を実施した。三次元弾性

体グリッドモデルを高精度化し、より現実に近い検討が

実施できるよう留意してモデルを作成し、三次元数値シ

ミュレーションを実施した。MT 法2次元探査数値解析

支援ソフトウェアの開発においては、産総研が公開して

いる電磁探査 MT 法2次元数値解析（フォワードおよび

インバージョン計算）用プログラムソフトウェア

「MT2-D」に GUI を付加し、計算の前処理から後処理

にかかる一連の作業の簡便化・効率化が可能となった。 

 海上掘削調査技術の開発においては、海域での地形・

地質調査に加え、ラドン観測等により海底に湧出する地

下水の位置を同定した（次年度に採水と湧出量の算定を

実施する予定）。また、水理地質構造を評価するための

掘削方法、地質・地下水試料採取方法、海底下地下水環

境モデルの構築方法に関する体系的な研究を実施し、他

の沿岸域研究課題による成果も活用して、既往の研究成

果や情報を踏まえた上で、海上ボーリング調査対象とな

る沿岸域の海底下水理地質モデルを構築した。さらに地

下水流動解析を実施することで、掘削地周辺の地下水環

境の推定や掘削適地の評価を行った。とりわけ、長期的

な地下水流動解析を実施した結果；①駿河湾沿岸域の海

岸線から1km 内陸部における10%塩淡境界は、潤井川

沿い海岸低地部で GL.－90～280m の古富士火山噴出物

中、愛鷹山南麓部で GL.－580程度に現れることが予測

された。②海底湧水は、潤井川沿い海岸低地部で沖合

200～300m 程度、愛鷹山南麓部で沖合100m に発生する

ことが予測された。③海底地形が急峻な地域では、過去

に涵養された地下水が海底下に取り残される現象は殆ん

ど見られなかった。④表層付近に高透水の地層が存在し

ていた場合、ここを選択的に地下水が流動し、陸域地下

水の海域への影響が軽減される効果があることが予測さ

れた。これは火山岩地域のような亀裂水が存在する地域

では、より顕著に影響が出るものと想定された。 

 今後は地質と地下水流動の関係を高精度にとらえ、現

世の地下水流動から外れた安定的な地下水領域の検証・

評価手法の開発を確立したい。 

［分 野 名］地質、環境・エネルギー 

［キーワード］沿岸域、海底湧水調査、反射法物理探査、

水理調査、海上ボーリング 

 
［研 究 題 目］水素置換挙動調査 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］高橋 明文、和田 有司、緒方 雄二、

中山 良男、松村 知治、久保田 士郎、

椎名 拡海、若林 邦彦、松木 亮、 

堀口 貞茲、江渕 輝雄、堀川 貴広、

高柿 大輔、橋本 進吾、加藤 常雄 
（常勤職員9名、他6名） 

［研 究 内 容］ 
 水素ネットワーク構築導管において、空気から水素へ

の置換作業を安全に行うための調査研究を行った。調査

研究を行うにあたっては扱う水素の量が大量となるため、

野外実験を実施した。 

 窒素をある程度導入して部分的に窒素層を形成した後

に水素を流すという手順によって空気と水素を隔離した

まま置換を行う手法を想定し、この場合に窒素層が保持

され空気と水素の混合気が形成されない条件を検証する

ためのデータの取得を行った。得られたデータを実際の

施工に効率よく反映させるために、管の口径や管内流速

（レイノルズ数）による整理が可能となるように実験方

法を配慮した。 

 調査の対象として設定した導管は内径約25mm、約

50mm、約100mm 及び約150mm の4種の配管用炭素鋼

管であり、分岐や曲がりがなく導管延長はいずれも80m
である。測定対象としては水素の流量、窒素の流量、管

内気体の圧力、同じく管内気体の温度、そして水素、窒

素及び酸素の時間の経過に伴う濃度変化である。これら

を精度よく取得するために適正な流量計、圧力計、温度

計、気体濃度計を適宜組み合わせて取得した。 

 解析を通じて、導管の口径、レイノルズ数、及び測定

点（導管延長方向位置及び導管内での鉛直方向位置）に
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よる依存性が明らかとなった。中でも先行する窒素を押

す形で水素を流した際に、移動現象論、特に移流拡散と

対流混合の支配する現象として窒素と水素が混合する層

が条件ごとに変化する挙動を整理可能であることを見出

した。 

 以上、本調査研究を通じて導管内を安全に空気から水

素へと置換する際の安全対策を施す上での重要な示唆を

得ることができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素、空気、窒素、都市ガス、パイプラ

イン、導管、置換、レイノルズ数、移動

現象論、移流拡散、対流  

 

・石油資源開発技術等研究調査等委託費 

［研 究 題 目］石油資源遠隔探知技術の研究開発 

［研究代表者］山本 浩万（地質情報研究部門） 
［研究担当者］山本 浩万、浦井 稔、川畑 大作、 

岩男 弘毅、土田 聡、山本 直孝、 
小畑 建太、加藤 敏、堂山 友己子、

石綿 かおり（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、我が国のエネルギー安定供給確保に資する

ため、経済産業省が開発した衛星搭載型地球観測センサ

ASTER のデータを用いて、処理・解析技術の先端的研

究開発を実施するものである。当部門では、①画像デー

タの校正・検証・補正技術及び処理・解析技術の高度・

高精度化の研究・技術開発と②地質・衛星情報マップ作

成を担当している。 
 ①については、代替校正実験結果から、過去からの

ASTER データ可視近赤外バンドの劣化傾向に大きな変

化は見うけられず、MODIS との相互校正の結果とも劣

化パターンにおいては一致性が高かった。本研究の結果

は、一般配布されている ASTER データに反映されるこ

とになった。L1A データにおける奇数と偶数素子の素

子間感度偏差について、ゲイン補正を行う事で、ストラ

イプを減少させる見込みを得た。ASTER 熱赤外バンド

の代替校正実験を行い、機上校正がいずれのバンドも校

正精度の仕様を満たしていることを確認した。ただし、

日米で配布されている各々の放射率プロダクトにおいて、

アルゴリズムや設定の微妙な違いが原因と思われる差が

あった。ASTER 雲量推定に関しては、MOD35プロダ

クトによる雲マスクを毎日生成してプロダクト検索やミ

ッション達成度解析、Late Change の雲避け効果の評

価などにおいても活用されている。今年度は ASTER 晴

天観測回数マップや観測成功率マップ、雲マスク画像の

目視評価や Uncertain 画素率に基づく評価を実施した。

②については、北米を対象にグローバル衛星画像データ

セットを作成し、昨年度までの成果と合わせて全球の衛

星画像データセットを完成した。 
［分 野 名］地質 

［キーワード］衛星画像、校正・検証、画像補正、 
ASTER 

 

［研 究 題 目］平成25年度国内資源開発基礎情報取得等

事業 
［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 
［研究担当者］池原 研、宮崎 一博、荒井 晃作、 

下田 玄、斎藤 眞、水野 清秀、 
石塚 吉浩、岸本 清行、尾崎 正紀、

松浦 浩久、片山 肇、小田 啓邦、 
板木 拓也、井上 卓彦、西岡 芳晴、

宝田 晋治、森尻 理恵、佐藤 智之、

佐藤 太一、佐藤 大介、工藤 崇、 
内野 隆之、竹内 圭史、高橋 浩、 
小松原 琢、古川 竜太、山元 孝広、

中野 俊、及川 輝樹（以上、地質情報

研究部門）、棚橋 学、鈴木 祐一郎、 
高木 哲一、佐脇 貴幸、中嶋 健、 
金子 信行、森田 澄人、後藤 秀作、

大野 哲二（以上、地圏資源環境研究部

門）（常勤職員38名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、日本周辺海域の地質情報を収集・整理し、

国民経済上特に重要であり、その安定的な供給の確保が

特に必要な石油・天然ガス等の鉱物の鉱区候補地の指定

や資源探査許可申請への対応のための基礎情報を整備す

ることが目的となる。この目的のため、以下の事業を実

施した。１）産総研で出版した海洋地質図及び陸上の地

質図幅をデジタル化し、探査資源ポテンシャル評価のベ

ースマップとして整備する。具体的には、フィリピン海

及び南鳥島周辺海域の海洋地質の取りまとめと中部地方

から東北南部の1/20万シームレス地質図の凡例入れ替え

の編集作業を行った。また、石油・天然ガス、海底鉱物

資源、陸域鉱物資源のそれぞれについて既存データの収

集・解析と資源ポテンシャルの概要をまとめた。２）特

定区域設定スキームモデルの検討と取りまとめを行った。

３）資源開発に要する資金・技術に関して調査し、取り

まとめた。４）我が国周辺海域における海洋調査活動を

行う調査船の仕様に関する情報の整理を行った。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］鉱業法、海域地質情報、地質図、鉱物、

資源、情報整備 
 

・非化石エネルギー等導入促進対策調査等委託費 

［研 究 題 目］トータルシステム導入シナリオ研究 

［研究代表者］後藤 新一 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］後藤 新一、小熊 光晴、野津 育朗、

広津 敏博、松丸 陽子、河野 高秀 

（常勤職員1名、他5名） 
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［研 究 内 容］ 

 経済産業省より委託された「再生可能エネルギー貯

蔵・輸送技術開発／トータルシステム導入シナリオ研

究」は、再生可能エネルギーからの電力による電気分解

等で水素を製造し、エネルギーキャリアに変換して貯

蔵・輸送・利用するシステムについての研究開発である。

個別要素および全体のシステム効率解析やコスト解析を

詳細に実施して本システムが普及するための課題やシナ

リオについて検討し、あわせて長期的なエネルギー需給

や二酸化炭素排出削減効果への影響評価を目的とする。

産総研では「①再生可能エネルギーポテンシャル調査」、

「②エネルギーキャリア技術のコスト分析」、「③用途別

の許容コスト分析」、「④シナリオ検討、⑤二酸化炭素排

出削減および長期的エネルギー需給への影響評価」の5

課題を実施した。新燃料自動車技術研究センターでは、

このうち②、③、④の課題を主に担当した。 

「②エネルギーキャリア技術のコスト分析」 

エネルギーキャリアの共通フローは、風力発電設備、

水素製造設備、圧縮設備がユニットになり、そこから臨

海地区のキャリア製造設備にパイプラインで輸送する。

キャリア製造では、燃料、電力及び場合によっては熱を

投入し、水素を所定のエネルギーキャリアに変換する。

その後、国際輸送船で輸送、揚地で貯蔵し、必要に応じ

て水素に戻すという流れを想定した。評価範囲は、キャ

リア製造からキャリア再変換までとした。 

 評価対象キャリアは、液化水素、アンモニア、メチル

シクロヘキサン、及びメタノールとした。エネルギーの

規模は、FCV 約200万台、または合計50万 kW の水素発

電所に相当する20億 Nm3/年を、輸送距離は10,000km
を想定した。 

その結果、下記を確認した。液体水素は液化、揚地に

起因するコスト比率が高い。アンモニアについては、合

成、分解、水素生成のコスト比率が高い。メチルシクロ

ヘキサンについては、脱水素のコスト比率が高い。メタ

ノールについては、合成がコストの大部分を占めている。

キャリア毎にコストに寄与する領域が異なる他、コスト

低減を図るための重点領域も異なっていくものと考えら

れる。 

「③用途別の許容コスト分析」 

原油価格や天然ガス価格などの国際エネルギー価格に

よって大きく影響を受けるユーザー側のエネルギー価格

を分析し、既存技術と水素・エネルギーキャリア利用技

術を比較することで、ユーザー視点からの用途別水素許

容コストを評価した。 

用途としては、発電利用、民生利用、水素流通、自動

車利用、産業利用を対象とし以下の解析を行った。 

・代替可能性の検討：各部門における水素利用技術によ

って代替可能な既存技術や用途を特定、代替可能技

術・用途のエネルギー消費量の把握 

・被代替技術のコスト構造分析 

・水素利用技術のコスト構造分析 

海外から運ばれた水素は、輸入基地から液体水素ある

いは配管で水素単体ガス、都市ガスに混合などパイプラ

インで供給されるものと想定した。新しく構築する水素

のサプライチェーンは、国内の既存のサプライチェーン

とは可能な限り重複しないで一部がリプレイスされてい

くと仮定した。 

民生部門での定置用燃料電池や運輸部門での燃料電池

自動車等の各部門における代表的な水素利用機器を選び、

2010年を基準としてポテンシャル量を積み上げ方式で推

計した。また、最終消費部門（民生・運輸・産業）と発

電部門における水素代替可能性の検討を行った。この検

討では、各種の技術的制約や流通上の制約を考慮したほ

か、2050年にかけて日本のエネルギー需要が減少するこ

とも考慮した。検討の結果、2050年の一次エネルギー供

給を401Mtoe と仮定した場合、水素はその内28%を占め

ると推計された。 

「④シナリオ検討」 

現状の技術レベルとコスト分析、および将来の需要予

測を見積もったゼロシナリオとして、需要予測とコスト

予測を実施し、本事業目標設定のための大綱を把握した。

また、エネルギーキャリアの安全性についての検討と成

分分析方法、及びエネルギー利用機器の基礎実験を実施

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］再生可能エネルギー、エネルギーキャリ

ア、コスト分析、許容コスト、シナリオ

検討 

 

［研 究 題 目］再生可能エネルギー貯蔵・輸送等技術開

発事業 

［研究代表者］工藤 祐揮（安全科学研究部門） 
［研究担当者］工藤 祐揮、匂坂 正幸、玄地 裕、 

田原 聖隆、松林 芳輝、村松 良二 

（常勤職員4名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
 再生可能エネルギーからの電力で電気分解等により水

素を製造し、水素あるいはアンモニア等のエネルギーキ

ャリアに変換して貯蔵・輸送・利用するシステムについ

て、個別要素および全体のシステム効率解析やコスト解

析を詳細に実施し、本システムが普及するための課題や

シナリオについて検討し、本システムが実現された場合

の長期的なエネルギー需給や二酸化炭素排出削減効果へ

の影響を評価する。産総研では①再生可能エネルギーポ

テンシャル調査、②シナリオ検討、③二酸化炭素排出削

減および長期的エネルギー需給への影響評価、の3課題

を実施したが、安全科学研究部門は③の中で二酸化炭素

排出削減可能性の評価を担当した。 

 本評価では、各種エネルギーキャリアが製造されるま

での過程で投入されるエネルギーや物質に起因する排出



研 究 

(506) 

量を含めた、ライフサイクル全体での二酸化炭素排出量

とエネルギー消費量を算出する。具体的には、各種エネ

ルギーキャリアのライフサイクルフローに投入されるエ

ネルギーや物質量に、安全科学研究部門で開発している

ライフサイクルインベントリ分析用データベース（以下、

IDEA (Inventory Database for Environmental 
Analysis) とする）の原単位データを適用することによ

り、共通のプラットフォームに基づいて二酸化炭素排出

量・エネルギー消費量を算出する。 

 平成25年度は、再生可能エネルギーからの発電（水力、

風力、地熱、太陽光）、エネルギーキャリア（液体水素、

メチルシクロヘキサン、アンモニア、水酸化ホウ素ナト

リウム、メタノール、ジメチルエーテル）のエネルギー

変換・輸送・貯蔵に関するプロセスデータを、文献調査

によって収集した。またこれと並行して、これらのライ

フサイクル分析を行うために IDEA 側で必要となるプ

ロセスデータの整備も行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］再生可能エネルギー、エネルギーキャリ

ア、二酸化炭素、エネルギー消費量、

ライフサイクル分析 
 

・高圧ガス等技術基準策定研究開発委託費 

［研 究 題 目］平成24年度火薬類の安定的な貯蔵・運搬

に係る調査研究事業 
［研究代表者］松永 猛裕（安全科学研究部門） 
［研究担当者］松永 猛裕、薄葉 州、秋吉  美也子、

岡田 賢、中山 良男、松村 知治 

（常勤職員6名） 
［研 究 内 容］ 
 本事業では、地方自治体による防災計画や避難計画の

策定に際し、効率的な避難経路等の確保に寄与するとと

もに、万一の火薬庫における火薬類の災害に対し、十分

な安全が確保されるよう火薬類の種類ごとの物理特性等

を把握し、公共の安全確保に資することを目的とした。

まず、流通している火薬類について発熱分解エネルギー

などの爆発威力に関する情報を計測・整備した。また、

特に危険性の高い閃光組成物についての燃焼速度を調べ

た。また、過去に行った種々の危険性評価実験の資料の

整備を行い、データベース化した。更に諸外国における

法律を調査し、今後の火薬行政における方向性を検討し

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］火薬類取締法、火薬類、適用除外、発熱

分解エネルギー、閃光組成物 
 

［研 究 題 目］小型冷凍機への可燃性冷媒使用に係る規

制の在り方の検討事業 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、緒方 雄二、中山 良男、

松村 知治、高橋 明文、久保田 士郎、

椎名 拡海、若林 邦彦、松木 亮、 

堀口 貞茲、江渕 輝雄、堀川 貴広、

高柿 大輔、橋本 進吾、東 千加良、

加藤 常雄（常勤職員9名、他7名） 

［研 究 内 容］ 
 大規模災害などの被害想定の見直しや全国的な自然災

害による被害の深刻化を踏まえ、災害に強い産業の形

成・基盤強化を早期に実現することが喫緊の課題である。 

 近年、エアコンや冷凍機の冷媒について、地球温暖化

係数が低くて、省エネ効果があるという理由から、可燃

性冷媒を使用したいという動きがある。しかし、可燃性

冷媒を使用することは、火災の発生の原因となる可能性

や火災の被害を大きくしてしまう可能性がある。 

 本事業では、小型冷凍機等へ可燃性冷媒を使用するこ

とについての規制の在り方を検討するために、可燃性冷

媒、少し可燃性のある冷媒、不活性冷媒、可燃性混合冷

媒を使用した小型または中型の空調機の爆発燃焼試験を

実施した。試験の実施にあたっては、専門家による委員

会を設置して、爆発燃焼試験の実施方法などを検討した。 

 今回、世界的にも例のない LP ガスバーナを用いた爆

発燃焼試験を行ったが、UN Regulation No.67に準拠し

た試験を実施することができた。 

 爆発燃焼試験の結果、小型空調機の場合は、いずれの

実験においても爆発燃焼試験中に熱交換器部分などで配

管が破れ、試験体の部品などの破裂は起こらなかった。

中型空調機の場合は、いずれの実験においても溶栓が溶

けて冷媒が放出され、試験体の部品などの破裂は起こら

なかった。いずれも各試験体の設計圧力以下の値であり、

圧力による危険性は認められなかった。火炎の大きさに

ついては、小型空調機の場合は、火力源のバーナの火炎

の範囲を超えることはなく、冷媒の放出などによる危険

性は認められなかった。中型空調機に関しては、少し可

燃性の冷媒および不活性冷媒では、溶栓からの冷媒放出

時にバーナを消火し、液体窒素による消火、冷却を行っ

ているので、全体を通しての判断は難しいが、溶栓から

の冷媒放出によってそれ以後の圧力による危険性は低下

するため、それ以後に試験体の部品の破裂や危険な飛散

物の発生は考え難いことから、本試験の範囲内では、冷

媒の種類による外部からの火炎に対する危険性の差は認

められないと判断できた。 

 以上の結果をまとめると、一般的な火災よりもかなり

厳しいと思われる条件で外部から火炎で加熱した場合で

あっても、可燃性冷媒または可燃性混合冷媒を使用した

小型空調機および中型空調機について、部品の破裂など

が起こることはなく、不活性冷媒と比較して、圧力や火

炎による危険性の増大は認められなかった。 

 冷媒を漏洩させながらの実験も行ったが、漏洩した冷

媒が滞留するような条件ではなく、可燃性冷媒や可燃性

混合冷媒が漏洩して滞留し、着火した場合の危険性につ
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いては議論することはできなかった。小型冷凍機への可

燃性冷媒使用に係る規制について検討するには、事故シ

ナリオを分析し、さらに詳細に調査する必要がある。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］可燃性冷媒、微燃性冷媒、不活性冷媒、

冷凍機、空調機、爆発燃焼試験、火炎暴

露試験、地球温暖化、災害 

 
［研 究 題 目］自動車燃料装置用容器の安全性評価事

業:液化石油ガス自動車燃料装置用ドー

ナツ型補助容器の安全性評価 

［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、緒方 雄二、中山 良男、

松村 知治、高橋 明文、久保田 士郎、

椎名 拡海、若林 邦彦、松木 亮、 

堀口 貞茲、江渕 輝雄、堀川 貴広、

高柿 大輔、橋本 進吾、東 千加良、

加藤 常雄（常勤職員9名、他7名） 

［研 究 内 容］ 
 大規模災害などの被害想定の見直しや全国的な自然災

害による被害の深刻化を踏まえ、災害に強い産業の形

成・基盤強化を早期に実現することが喫緊の課題である。 

 本事業では、液化石油ガス自動車燃料装置用ドーナツ

型補助容器の安全性評価を行い、基準化の在り方を検討

することによって、災害の防止を行うとともに、健全な

液化石油ガス自動車燃料装置用ドーナツ型補助容器の普

及によって、非常時のエネルギー確保の観点から災害に

強い液化石油ガス自動車の普及に貢献することを目的と

した。 

 液化石油ガス自動車燃料装置用ドーナツ型補助容器の

安全性評価では、市販の液化石油ガス自動車燃料装置用

ドーナツ型補助容器から金属製容器を2種類選定し、そ

れぞれについて、液化石油ガスを満タンに充填した状態、

半分まで充填した状態、液化石油ガスを漏らした状態で

爆発燃焼試験を実施した。比較のために従来型容器1種

についても、同様の試験を実施した。専門家による委員

会を設置して、爆発燃焼試験の実施方法などを検討した。 

 今回、世界的にも例のない LP ガスバーナを用いた爆

発燃焼試験を行ったが、UN Regulation No.67に準拠

した試験を実施することができた。 

 爆発燃焼試験の結果、いずれの実験においても、爆発

燃焼試験中に安全弁が作動し、容器の破裂は起こらなか

った。ただし、容器蓋が飛散するケースがあったため、

飛散物に対して全く危険性がないとは言えない。火炎長

については、ドーナツ型容器の方が従来型容器と比較し

て、最大火炎長が長いという結果であったが、実験時の

バルブ部分の格納方法に相違があり、ドーナツ型容器の

方が危険であるとは断言できない。実際の使用状態では、

安全弁部分が完全に蓋で覆われており、さらに車両に搭

載されている状況を考慮すると危険性に大きな差異があ

るとは考え難い。また、いずれの実験においても、安全

弁からのガスの放出、着火により、周囲のヒトや構造物

に影響を与えるような爆風圧は計測されなかった。漏洩

有りの実験においても、ガスが滞留するような条件では

実験を行っていないため、車両のトランク部分で漏洩し

たガスが滞留した場合などの危険性については言及する

ことができない。 

 以上の爆発燃焼試験の結果を総合的に判断すると、ド

ーナツ型補助容器は、国内で使用されている従来型容器

と比較して、特に危険性が高いとは言えないと結論でき

る。ただし、この結論は、爆発燃焼試験の結果のみから

の結論であり、車両のトランクルーム内での漏洩、滞留

など、他の事故シナリオでは違った危険性が顕在化する

可能性があることに注意が必要である。 

 また、基準化の在り方を検討するために、液化石油ガ

ス自動車燃料装置用ドーナツ型補助容器と液化石油ガス

自動車燃料装置用容器およびガソリン自動車燃料装置用

容器との安全性の比較、および、液化石油ガス自動車燃

料装置用ドーナツ型補助容器に関する海外の基準の調査

を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］液化石油ガス自動車、ドーナツ型補助容

器、爆発燃焼試験、火炎暴露試験、災

害 
 

・環境対応技術開発等委託費 

［研 究 題 目］ニプロ社製自動培養装置及び平面自動

培養装置による iPS 細胞の培養評価 

［研究代表者］植村 壽公（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］植村 壽公、村井 竜也、小野村 由衣、

溝口 貴子、Wadhwa Renu（バイオメ

ディカル研究部門）、Sunil Kaul（バイ

オメディカル研究部門）、Ran Gao（バ

イオメディカル研究部門） 

（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 経済産業省、iPS 差脂肪等自動培養装置の開発加速事

業に採択され研究を行った。 

目標： 

 NEDO 事業で開発した二プロの機器における培地交

換、継代、細胞観察のうち、培地交換、継代作業に焦点

をおき、市販の iPS 細胞用自動培養装置（簡易型 iPS
細胞用自動培養装置 Cell Pet）等）を用いて iPS 細胞

の培養を行い、上記項目を評価し、培養条件の最適化を

行った後、ニプロ自動培養装置に導入し、試験する。結

果を委託業務の成果品として提出するとともに、自動培

養装置のメーカーへフィードバックする。 

研究計画、年度進捗状況： 

 計画に従い CellPet およびニプロ自動培養装置を産総

研に導入し、iPS 細胞（253G1細胞および MRC5由来
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iPS 細胞）を用いた試験を自動培養装置を用いて行った。

CellPet においては、細胞の播種のバリエーションを変

えることによる増殖能の違いを検討した。ニプロ社製自

動培養装置においては、計6回のランを行うことにより

iPS 細胞の大量培養に関する評価を行い、データをフィ

ードバックした。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］自動培養装置、iPS 細胞、大量培養 

 

・温暖化対策調査等委託費 

［研 究 題 目］弾性波探査を補完する CO2挙動評価技

術の開発 

［研究代表者］西 祐司（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］西 祐司、中尾 信典、菊地 恒夫、 

杉原 光彦、雷 興林、相馬 宣和、 

徂徠 正夫、加野 友紀、船津 貴弘、

石戸 恒雄、奥山 康子、高倉 伸一、

及川 寧己、佐々木 宗建、宮越 昭暢、

名和 一成、上田 匠、中島 善人、 

藤井 孝志、上原 真一、宮崎 晋行、 

光畑 裕司、田中 明子、眞弓 大介、

宮川 歩夢（常勤職員23名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
1) 弾性波補完モニタリング技術の開発 

 本研究では、重力、自然電位、AE（Acoustic 
Emission）などの多面的なモニタリング技術を CO2

地中貯留に適用し、弾性波探査（反射法など）を補完

できるモニタリング技術を構築することで、長期的な

モニタリングコストの低減を目指す。今年度は、我が

国に先行して大規模な CO2圧入が予定されている米

国・南西部炭素隔離地域パートナーシップ（SWP）

の CO2大規模圧入テストサイト ファーンズワース

（Farnsworth Unit）（米国テキサス州）においてベ

ースライン測定を実施した後、CO2圧入開始時データ

取得を開始した。また、ゴードン・クリーク

（Gordon Creek）テストサイトの地質モデルと圧入

プランを用いて、潜在リスクを想定した CO2圧入時

の重力と反射法の変動予測計算を行った。 

 最適モデリング技術の開発では、数値シミュレーシ

ョンにより計算される温度、圧力、CO2飽和度等の変

化量を、観測可能な物理量（理論計算値）に変換する

プログラムの開発・整備を行い、長期 CO2挙動予測

の精度向上に寄与することを目指す。今年度は、電

気・電磁気ポストプロセッサの改良、および沿岸域へ

の適用のための機能追加を行った。 

2) 遮蔽性能評価技術の開発 

 ジオメカニクスを考慮した断層モデリング手法の開

発では、ナチュラル・アナログ研究手法により、CO2

遮蔽性能に特化して断層のモデル化を進めることで、

モデリング手法の確立を目指す。今年度は、前年度作

成した長野県松代地域の地質モデルを基に、松代群発

地震の震源位置経時変化と整合的な断層挙動パターン

を得るためのパラメータのチューニングを行った後、

TOUGH-FLAC で用いる各種パラメータの感度解析

を行った。また、別所層松代泥岩、北海道・苫小牧の

坑井試料を用いたせん断・透水試験等を行った。 

 CO2移行性能評価技術の開発では、地中貯留用の地

層となる砂泥互層に関して、CO2長期挙動シミュレー

ションに資する地質モデリング手法の開発を目的とす

る。シール圧の評価手法の検討では、地中貯留を模擬

した温度、圧力条件下、種々の有効圧において泥岩試

料に対する浸透実験を実施し、有効圧の増加による泥

岩の浸透率減少とスレッショルド圧増加を観測した。

また、スレッショルド圧に及ぼす界面張力の効果を検

証するために、差圧付加方法や間隙水組成を変化させ

た実験を行った。化学的反応プロセスの評価では、昨

年度続いて CO2地中貯留のナチュラル・アナログと

みなされる炭酸泉および炭酸水素塩泉における現場反

応実験を行い、地化学プロセスで最も重要となる炭酸

塩鉱物について反応速度の計測と生成条件の検討を行

った。さらに、砂泥互層内での CO2挙動シミュレー

ションを実施し、苫小牧サイトを模擬した感度解析シ

ミュレーションから、シール層下部の有効圧低下に対

応して浸透率とスレッショルド圧を変化させたとして

も、毛管圧が依然として高い効果を保ち、シール層の

機能はほぼ維持されることを明らかとした。 

［分 野 名］環境・エネルギー、地質 

［キーワード］CO2地中貯留、モニタリング、重力、自 

然電位、AE、米国 SWP、断層、モデリ

ング、ジオメカニクス、ナチュラル・ア

ナログ、砂泥互層、シール圧、地化学プ

ロセス 

 

・希少金属資源開発推進基盤整備委託費 

［研 究 題 目］資源権益確保推進事業のうち資源開発可

能性調査に係るもの 

［研究代表者］高木 哲一（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］高木 哲一、渡辺 寧、大野 哲二、 

実松 健造、星野 美保子、児玉 信介、

昆 慶明、森本 慎一郎、堀内 悠、 

徐 維那、江島 輝美、 
Jacqueline Vidal Satur、 

Buenaveturada Calabia、 

森田 沙綾香、猪川 洋子 

（常勤職員8名、他7名） 

［研 究 内 容］ 
 本事業は、平成24年度補正予算（1年繰り越し）によ

り、資源エネルギー庁から受託したものである。本事業

は、1) モンゴル国ハルザンブルゲ鉱床の資源開発可能

性調査、2) 南アフリカ共和国ブロックスプルイット鉱
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床の資源開発可能性調査、3) ブラジル連邦共和国にお

けるレアメタル資源開発可能性調査、4) ミャンマー連

邦共和国におけるレアメタル資源開発可能性調査の4項

目で、地圏資源環境研究部門により実施された。 

 1)では、平成24年度までの現地調査で採取した鉱石試

料の選鉱試験およびボーリングコアの化学分析等を実施

した。その結果、鉱体地表部の風化帯に比較的レアアー

スが濃集しており、採掘が容易であること、湿式高磁力

磁選機を用いて効率よくレアアース含有鉱物が選鉱可能

であることが明らかになった。モンゴルでは鉱業法の改

正に伴い鉱区の再編が進んでいるため、さらなる現地調

査は当面見合わせることとした。 

 2)平成24年度に実施した5本の浅層ボーリングに追加

して3本の浅層ボーリングを実施した。その結果、鉱体

は北東側に延長しているものの、高品位部は地表部に限

られることが示唆された。また、地表部の鉱石を用いた

選鉱試験を実施した。レアアース含有鉱物は、リン灰石

を交代したゼノタイムが主体であるが、鉱石全体が極め

て鉄に富み微細な赤鉄鉱が多く含まれることから、磁選

では効率的に分離できないこと、浮選により比較的良好

な結果が得られることなどが明らかになった。 

 3)では、ブラジル中南部（ゴイアス州南部、ミナスジ

ェライス州）のカーボナタイト群に伴うレアアース鉱床

（カタロン、アラシャ等）およびアルカリ岩付随レアア

ース鉱床（モロドフェロ）を概査すると共に、鉱山会社

での情報収集により探査開発の現状を把握した。また、

鉱石の化学分析や鉱物分析を実施した。その結果、ブラ

ジルは巨大なレアアース資源ポテンシャルを持ち、今後

主要な供給源になる可能性が高いことが明らかになった。

また、上記とは別に、ゴイアス州北方のイオン吸着型鉱

床を概査した。本鉱床は重レアアースに富み、資源量も

大きいことが判明した。しかし、地表部風化試料が土壌

と同様であるため、日本国内への持ち込みに時間を要し、

鉱石の分析等は実施できなかった。 

 4)は、GEOSEA2014での情報収集およびマンダレー

管区、タニンダリー管区のタングステン鉱徴地等の現地

調査を実施した。また、同地区でのレアアース鉱床の予

察的調査も実施した。 

 これらの調査研究を進めるために、高分解能二次イオ

ン質量分析装置（SHRIMP）のマルチコレクター化、

アイソダイナミック電磁分離機の導入など、レアメタル

分析・選鉱実験施設の高度化を進めた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］レアアース、地質調査、選鉱実験、モン

ゴル、南アフリカ、ブラジル、ミャンマ

ー 

 

・工業標準化推進事業委託費 

［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業（国際標準共

同研究開発事業：ナノ材料の安全性評価

基盤に関する国際標準化） 

［研究代表者］山本 和弘 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］山本 和弘、藤本 俊幸、寺内 信哉、

竹歳 尚之、田中 充（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 透過型電子顕微鏡を用いたナノ粒子材料の一次粒子粒

度分布計測の手法を開発し、国際標準化をすることを目

的に、以下の研究開発を行った。 

(1) 透過型電子顕微鏡を用いた一次粒子粒度分布測定方

法の開発 

 TEM によるナノ粒子1次粒子径分布計測において、

どれくらいの数の粒子を計測すれば統計的に十分な測

定結果が得られるか検討を行った。単分散系ナノ粒子

の代表例としてポリスチレンラテックスナノ粒子を、

凝集系ナノ粒子の代表例としてチタニアナノ粒子を用

いて TEM 観察像から粒子径を計測し、計測データと

計測粒子数の関係を統計的に調べた結果、少なくとも

500個以上の粒子径を計測する必要があることがわか

った。また ISO/TC229における国際ラウンドロビン

試験の準備として、チタニア材料の選択、分散条件の

検討、国際ラウンドロビン試験プロトコルの策定を行

なった。 

(2) 透過型電子顕微鏡を用いた一次粒子粒度分布測定の

ための標準化審議支援 

 ナノテクノロジー分野の国際標準化活動を円滑に推

進するため、ISO/TC229国内審議団体として、国内審

議委員会本委員会、分科会等を開催し、ISO/TC229の

会議報告と今後の対応について審議した。当該事業に

関しては計量・計測合同分科会を中心に審議を行った。 

 また、国内関係機関への情報発信及び情報収集も行

った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］透過型電子顕微鏡、ナノ粒子、ナノ材料、

粒子径、サイズ、一次粒子径 

 
［研 究 題 目］国際標準共同研究開発事業「ナノ・マイ

クロバブル技術に関する国際標準化」 

［研究代表者］高橋 正好（環境管理技術研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、ナノ・マイクロバブル技術の計測／評

価／認証技術の確立を通して、当該技術の加速的進展に

貢献するものである。産総研はそのベースとなる基礎的

事項に関わる検討を行なった。今年度は昨年度に引き続

いてウルトラファインバブル（ナノバブル）の評価法に

関する検討を進めた。昨年度の結果等を踏まえて主に電

子スピン共鳴法（ESR）によるラジカル計測をベース

にウルトラファインバブルを定量的に評価する手法につ

いて検討を進めた。その結果、二相流旋回方式や加圧溶

解方式、キャビテーション方式のそれぞれについてウル
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トラファインバブルの残存を確認することができた。ま

た、ウルトラファインバブルとして残存するためには電

気伝導度として5µS/cm 程度を示すレベルの電解質が存

在していれば空気などのウルトラファインバブルは残存

することが分かった。また、稚貝の浮遊幼生を利用した

実験では二酸化炭素ウルトラファインバブルの存在が稚

貝の麻痺効果に直結していることが明らかになった。こ

のことからフリーラジカルの測定によりウルトラファイ

ンバブルを準定量的に評価できることが確認できた。以

上の研究データを理論的に整理し論文化することでファ

インバブルやウルトラファインバブルの定義や計測方法

に関する規格策定の貢献の一助にする。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］国際標準化、ウルトラファインバブル 

（ナノバブル）、フリーラジカル 

 
［研 究 題 目］医療用途のプラズマ装置等に関する国際

標準化 

［研究代表者］榊田 創（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］榊田 創、池原 譲（糖鎖医工学研究セ

ンター）、金 載浩、藤原 大、 

大隈 利惠子（エネルギー技術研究部

門）（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 2013年4月に上海にて開催された IEC/TC62-SC62D
総会において、「発生させたプラズマを Medical 
application で利用する」と定義される医療用プラズマ

デバイスについて、特に IEC の定める止血機器の国際

標準 IEC60601-2「High Frequency Electrosurgery 
Equipment」でカバーされない項目が存在することが

確認され、これに対応する New Working Item 
Proposal（NWIP；新業務項目提案）提案の必要性が確

認された。そして、Japanese National Committee 
（Japanese Industrial Standards Committee（JISC）)

が、NWIP 提案を行うとして承認された。 

 Ionized gas coagulation equipment に関する新規

NWIP ドラフトの策定として、basic safety に関する規

格の調査、Testing method for electrical characteristics、
Measurement system、Criteria 等の規定をするための

研究、及び新規ワーキンググループ立ち上げに関する調

整を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ライフサイエンス、

計測・計量標準 

［キーワード］プラズマ、プラズマ診断、医療機器、外

科手術、国際標準 

 
［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業（国際標準共

同研究開発事業：アクセシブルデザイン

及びその適合性評価に関する国際標準

化）） 

［研究代表者］赤松 幹之（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］赤松 幹之、横井 孝志、倉片 憲冶、

関 喜一、伊藤 納奈、佐藤 洋、 

佐川 賢、水浪 田鶴、岡嵜 治子、 

野田 景子（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、JIS｢高齢者･障害者配慮設計指針｣シリ

ーズ、ISO/IEC Guide 71、及び ISO/TR22411に基づい

て、高齢者及び障害者のニーズに対応した製品やサービ

スに関する一連の国際規格原案を作成し、ISO に提案

する。また、その目的のために、高齢者や障害者の人間

特性データ収集のための実験等を行う。さらに、それら

の規格に準拠し、アクセシビリティに配慮された製品で

あることを確認し、消費者に的確に示すための適合性評

価制度の検討を行う。 

 平成25年度の実績は以下のとおりである。(1)アクセ

シブルデザイン適合性評価制度の指針の国際提案に向け

て、評価基準の試案の作成及び評価の試行を行った。

(2)ISO/IEC Guide 71及び ISO/TR22411の改訂作業を、

それぞれ ISO/IEC/JTAG 及び ISO/TC159/WG2にて行

った。(3)ISO/TC173において、公共空間の音案内に関

する原案の審議を行った。(4)ISO/TC159における国際

標準化に関して、次の i)～vi)に関する調査・実験の実

施、標準化提案の準備、原案の審議等を行った：i) 音

声アナウンスの音量設定、ⅱ) 色の組合せ方法、ⅲ) 最

小可読文字サイズ推定方法、iv) 触知図形の基本設計方

法、v) 消費生活用製品の報知光、vi) 消費生活用製品

の音声案内。(5)IEC/SMB/SG5にて審議されている

AAL（自立支援技術）に関する検討を行った。(6)上記

(1)～(5)の国際標準化活動を円滑に行うために、欧州及

び中国・韓国・東南アジア諸国との連携強化及び調整を

行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高齢者・障害者配慮、ISO/IEC Guide 
71、国際標準化、JIS、感覚特性、身体

特性 

 
［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業（国際標準共

同研究開発事業：医療用バイオチップ実

用化促進に向けたヒト核酸の測定プロセ

スに関する国際標準化） 

［研究代表者］関口 勇地 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］関口 勇地、野田 尚宏、水野 敬文、

松倉 智子（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、DNA マイクロアレイなどによるバイオチ

ップ測定データの信頼性確保のため、ヒト由来生物試料

の管理からバイオチップ測定まで、核酸標準物質を用い
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て一気通貫で測定データの品質を保証するプロセスの確

立することを目的としており、当研究部門は必要な核酸

標準物質の整備と評価を実施した。平成25年度は、ヒト

由来生物試料等の管理からバイオチップ等による多項目

評価のデータ品質管理へ利用できる標準物質の評価方法

を開発した。これまでにその評価技術を確立したスパイ

クイン RNA 標準物質（10種）のうち5種を用いて、多

項目評価のデータ品質管理へ利用できる標準物質の評価

方法を検討した。また、これまでに用いてきた5種類と

は配列の異なる3種類の RNA をさらに追加して、8種類

の RNA を混合した試料を作製し、共同研究機関へ供給

するとともに、この RNA 候補標準溶液の評価を行った。

その結果、用いた RNA 候補標準溶液は次世代シークエ

ンサーの定量性の品質管理に用いることが可能であるこ

とが明らかとなった。本研究で用いた RNA 候補標準溶

液を用いることで、バイオチップ、リアルタイム PCR、

次世代シークエンサーなどの異なる方法での検出範囲や

定量範囲、またそれらの測定範囲における精度管理を行

えることがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］国際標準化、核酸標準物質、バイオチッ

プ、核酸計測、ヒト検体、DNA マイク

ロアレイ 

 
［研 究 題 目］戦略的国際標準化加速事業（国際標準

共同研究開発事業：「樹脂－金属 異種

材料複合体の特性評価試験方法」の国際

標準化） 

［研究代表者］堀内 伸（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］堀内 伸、宮前 孝行、伯川 秀樹、 

大沼 芳乃（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 近年国内メーカーを中心に、金属と樹脂部品の一体化

成型の革新的技術が開発され、従来の接着剤や溶着など

に比べ極めて高い金属と樹脂の接合強度が得られるよう

になってきている。自動車部品や電子部品への応用が期

待されているが、接合の強度および耐久性の評価方法が

確立されていないことが、本技術の産業分野への普及が

進まない理由の1つになっている。本研究開発事業では、

金属と樹脂との接合強度およびその耐久性に関わる特性

評価基準を最適化し、樹脂－金属異種複合材料の定量的

かつ客観的な性能評価を可能とする試験方法を確立し、

ISO/TC61/SC11に国際標準原案を提案することを目的

とする。 

１．樹脂／金属接合界面の接合強度評価 

 8種類の試験片形状を作製し、それぞれの試験形状

について寸法の異なる試験片の引張り、衝撃、曲げ、

封止等の接合強度試験を進め、接合強度に対する寸法

の影響を検討した。今回作製した試験片寸法の範囲で

接合界面の特性評価が可能であることが確認され、予

定通りに樹脂－金属界面の接合特性評価のための最適

な試験条件および試験片形状を見出すことができた。

さらに、引張り接合強度試験について国内ラウンドロ

ビン試験を実施し、評価方法が妥当であることを実証

した。 

２．樹脂／金属接合界面の耐久性評価 

 １．の結果を踏まえ、形状・寸法が最適化された試

験片を用いた耐久性評価を実施するため、長期環境試

験（冷熱衝撃、高温高湿、塩水噴霧）を開始し、冷熱

衝撃については、500サイクル、高温高湿については

500時間、塩水噴霧については100時間の特性データを

収集することができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］接合、界面、標準化、成形加工 

 
［研 究 題 目］医療用途のプラズマ装置等に関する国際

標準化 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、山岸 正裕、山口 高志、 

池原 早苗、渡邊 美由紀、 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、「発生させたプラズマを Medical 
application で利用する」と定義される医療用デバイス

であるところの医療用プラズマ装置について、High 
Frequency Electrosurgery equipment (IEC 60601-2)

の定める標準においてカバーされない項目を明確にする

とともに、同装置の安全性、物理学的効能、生物学的効

果指標に関係した研究を実施し、同装置についての国際

的標準化を実現することである。 

［研究目標］ 

 医療用途のプラズマ装置に関する新たな安全のための

規格・標準を作成するために実施する本研究の目標は、

各構成部において規格化されるべき箇所を明確にし、こ

れを踏まえたプラズマ医療機器標準の草案を作成するこ

とである。さらには、発生するプラズマの安全性を担保

する規格と評価装置についての研究開発を進めて、標準

化指標を具体化して、国際標準化案を提案することを目

標としている。 

［年度進捗状況］ 

 2013年4月に上海にて開催された IEC/TC62-SC62D
総会にて、Medical Plasma Equipment for the blood 
coagulation に関する新規規格の可能性・必要性を提言

するべく、Plenary Session において事務局の榊田、池

原が日本代表として講演を行った。本総会の結果、日本

が NWIP ドラフトを準備し、提案をしていくことが認

められ、本事業において国内統括委員会を組織し、

NWIP ドラフト案の検討を進めた。 

 日本ではすでに、内視鏡下で使用されるプラズマデバ

イス（アルゴンプラズマ凝固装置:APC）が流通してい
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る一方で、APC の使用時に発生した重大な事故につい

ての症例報告が、海外の医療機関からなされている状況

でもある。このような状況を背景とし、以上の活動と研

究開発が実施されたことから、医療用途のプラズマ装置

に関する国際標準の必要性は、一層高まっていると思わ

れるところである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プラズマ、止血デバイス、安全性、国際

標準、医療機器、低侵襲、 

 

・エネルギー使用合理化設備導入促進対策調査等委託費 

［研 究 題 目］省エネルギー等普及基盤構築支援調査事

業：太陽電池モジュール出力測定及び信

頼性評価規格に関する技術的協力支援事

業 

［研究代表者］菱川 善博 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］菱川 善博、大谷 謙仁、猪狩 真一、

近藤 道雄（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽電池の出力測定規格（IEC60904シリーズ※）を

適用した測定・校正能力の形成に向けて下記の PV 試験

機関に技術支援を実施した。具体的には各国の環境条件

などを考慮した測定方法の技術を指導した。太陽電池セ

ルおよびモジュール性能測定方法に関する現地での技術

支援およびラウンドロビン比較測定・解析を行った。現

状での測定・校正能力形成に重要な要素技術であるソー

ラシミュレータの分光放射照度測定技術については，現

地での測定を実施した。今年度はタイ KMUTT とイン

ド（SEC: Solar Energy Center、最近組織変更で、名

称が NISE（National Institute of Solar Energy）に変

更）で実施した。いずれの試験機関においても、太陽電

池モジュールの IV 特性の比較測定を、太陽電池モジュ

ールを日本から送付して両者での測定結果を比較するラ

ウンドロビン測定を行った。さらに測定結果に最も大き

な影響を与えるソーラシミュレータの分光放射スペクト

ルについて、日本から装置を持ち込んで直接測定、検討、

先方との議論を行った。 

 通常は表面化しにくい試験装置や手順を含めて，現地

で実際の装置を目の前にして各試験機関の測定担当者と

の議論・指導を行った。これらを通じて AIST の新型太

陽電池や高精度評価技術や，欧米等との国際比較測定の

経験を生かした性能評価技術のレベル合わせを行い，今

後の協力を視野にいれた議論を行った。いずれも概当国

内を代表する PV 試験機関であるが、今回の事業によっ

て測定技術の要改善点が具体化され、日本の技術や標準

を積極的に使用する利点が先方に理解され、日本の基準

セル等標準技術の供給について具体的なリクエストを受

ける等の結果が得られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、1

環境、性能評価、信頼性評価、システム 

 
［研 究 題 目］高性能ディスプレイ用有機半導体の超臨

界下合成技術の開発 

［研究代表者］物部 浩達 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］物部 浩達、清水 洋（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、平成25年度戦略的基盤技術高度化支援事業

に係る再委託研究である。近年注目を浴びているデジタ

ルサイネージにおける大面積ディスプレイには電子ペー

パーが省電力の観点から有利である。これらの電子ペー

パーの駆動には半導体デバイスが必要であるが、薄膜大

面積の点で高性能有機半導体が必須である。この要求に

応えるべく、革新的技術である超臨界炭酸ガス下での有

機機能材料の化学合成技術を確立することで高純度な有

機半導体材料を合成し、高性能な有機半導体デバイスを

作成できる高純度有機半導体材料の供給を目指す。また、

超臨界炭酸ガス処理により有機半導体デバイスの改質を

行い、界面における有機半導体の構造を制御することに

よる、新しい半導体デバイス高機能化手法についての技

術確立を行う。 

 平成25年度は、特定の高分子有機半導体に注視して超

臨界炭酸ガス処理を系統的に行い、これら有機半導体材

料を用いたデバイスを産総研において作成し、有機半導

体膜の高次構造解析およびデバイスの電界効果トランジ

スタ特性等の評価を行った。また、超臨界炭酸ガスでの

デバイスの超臨界処理により半導体性能向上が認められ

た現象について詳細な検討を行い、そのメカニズムにつ

いて考察した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機半導体、超臨界流体、有機トランジ

スタ 

 
［研 究 題 目］無電力で発光する蓄光陶磁器の高輝度化

を目的とした釉薬塗布技術の高度化研究 

［研究代表者］赤井 智子 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］赤井 智子、山下 勝、三原 敏行、 

本郷 俊明（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、より高い残光輝度を達成することを

目的として、ガラス層の光透過性を向上させると同時に、

蓄光顔料の分布を最適化できる釉薬塗布と焼成技術を開

発する。目標としては、標準タイプで現行製品の残光輝

度の1.5倍以上（450mcd/m2（20分後）、150mcd/m2（60

分後））、輝度を向上させるために特殊な形状に加工した

超高輝度タイプで現行製品の5倍以上（1500mcd/m2（20

分後）、500mcd/m2（60分後）の残光輝度を達成するこ
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とを目的としてガラスフリットの設計、最適構造の設計

を担当する。 

 光シミュレーションを用いてガラス複合体の透明性を

向上させた高輝度タイプについてシミュレーションを行

った。線状型、剣山型、三角尾根型、ピラミッド型、各

種の形状について光線追跡シミュレーションを実施した。

その結果、ピラミッド型が一番効果が高く、3.5倍以上

の輝度向上効果がシミュレーション上は予測できること

がわかった。また、バインダーを使用せず、フリットと

蓄光体を混合して焼成することで60分後の残光輝度が現

行製品の1.3倍以上まで向上したが、一方で類似の組成

を用いても、輝度が低下する現象もあった。焼成後に材

料中に存在している空泡が大きな影響を与えているため

と考えられ、プロセスを再検証し、空孔率、輝度との影

響などを詳細に検討する必要があることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］蓄光、光シミュレーション、ガラス 

 
［研 究 題 目］消費生活用製品安全法特定製品の規制対

応状況検証調査 

［研究代表者］多田 充徳（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］多田 充徳、持丸 正明 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

ロック解除ボタンと点火ボタンの押し込みに要する力

の変化が、点火の成否に与える影響を実験的に明らかに

するために、選定した4機種のライターについて、ロッ

ク解除ボタンの押し込みに要する力を4段階（元々のラ

イターの0.0倍、0.5倍、1.0倍、2.0倍）、点火ボタンの

押し込みに要する力を4段階（元々のライターの0N 増、

10N 増、20N 増、30N 増）に変化させた16バリエーシ

ョンの模擬ダブルアクション式ライターを制作し、シニ

アパネル試験とチャイルドパネル試験を実施した。これ

らの試験を実施するにあたり、アメリカのチャイルドパ

ネル試験と等価となるように試験のプロトコルを決定し

た。高齢者が点火しやすく、子どもが点火しにくいライ

ターの要件を明らかにするために、高齢者の点火成功率

と子どもの点火失敗率の平均を点火スコアと定義した。

点火スコアは点火成功率や点火失敗率と同様に0から

100%まで変化する値であり、数値が大きいほど高齢者

の点火しやすさと、子どもの点火しにくさが両立できる

ことを表す。各ライターの16バリエーションに対して点

火スコアを可視化した結果、ロック解除力が1.0倍で点

火力の増加が0から10N の近傍に点火スコアが高い領域

が現れることが分かった。これは、ダブルアクション式

ライターの方が、高齢者にとって点火しやすく、子ども

にとって点火しにくいことを意味する。最後に、ダブル

アクション式ライターに対してチャイルドレジスタント

機能の有無を確認するための機械試験の実施方法を提案

した。点火失敗率の等値線が概ね直線状に走ることを利

用して、縦軸がロック解除力、横軸が点火力である2次

元空間上に、点火失敗率が85%となる等値線を引く（こ

のために、既存のハードプッシュ式ライターの基準値と、

アメリカでチャイルドパネル試験に合格したダブルアク

ション式ライターのロック解除力と点火力を参照する）。

そして、この等値線に対して、試験対象となるライター

が安全側にいるのか、危険側にいるのかを計算すれば、

ロック解除力と点火力を計測するだけで、チャイルドレ

ジスタント機能の有無が確認できる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］チャイルドレジスタント、シニアフレン

ドリー、ライター、ダブルアクション式 

 

［研究題目］プリンテッドエレクトロニクスのための

強誘電／導電技術の開発 

［研究代表者］鎌田 俊英（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］鎌田 俊英、白川 直樹、吉田 学、 

徳久 英雄、植村 聖、福田 伸子、 

末森 浩司、堤 潤也、峯廻 洋美、 

野村 健一、渡邉 雄一 

（常勤職員11名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、印刷可能な強誘電／導電体材料の材料・デ

バイス・プロセス開発のための研究交流を目的とする。

産総研の材料および印刷技術と、VTT（フィンラン

ド）のデバイス、大量生産プロセス技術を組み合わせ、

メモリ素子、センサ素子開発などにおいて、革新的な印

刷エレクトロニクス技術を創出する。 

 メモリ、センサ素子用の電極配線の印刷形成技術の開

発として、印刷で形成した銅パターンの高機能化技術の

開発を検討した。特に印刷にてパターン形成した後の高

機能化のための焼成技術に着目し、産総研開発の酸素ポ

ンプで作りだした極限低酸素分圧下で、VTT が開発し

た印刷金属パターンの高速通電焼結技術を組み合わせた

処理技術を開発したところ、抵抗率がバルク銅の2倍以

下に抑えられる銅配線を印刷形成させることに成功した。

また、素子の高集積化のための微細化技術の検討を行っ

た。産総研保有の超微細パターン形成有版印刷技術を

VTT が開発している WORM メモリの作製に適応して、

微細メモリー素子の形成を検討したところ、数マイクロ

メートルの極微細ビットのメモリ素子を印刷で製造する

ことに成功した。 

これらにかかる交流事業の推進として、双方への研究

者の相互派遣を実施するとともに、双方において公開国

際シンポジウムを企画開催し、相互交流情報交換の推進

や得られた成果を広く普及することに努めた。 

 本研究で得られた成果は、今後の印刷デバイス技術開

発に取り入れられていくものであるとともに、VTT を
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通して欧州の関連研究機関との連携を今後一層進めてい

く予定である。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、フレキ

シブルエレクトロニクス、メモリ、配線 
 

・石油製品需給適正化調査等委託費 

［研 究 題 目］高圧ガスの危険性評価のための調査研究 
［研究代表者］椎名 拡海（安全科学研究部門） 
［研究担当者］椎名 拡海、緒方 雄二、土屋 健太郎、

和田 有司、久保田 士郎、高橋 明文、

松木 亮、堀口 貞茲、江渕 輝雄、 

橋本 進吾、伊藤 俊介、加藤 常雄 
（常勤職員7名、他5名） 

［研 究 内 容］ 
 近年、支燃性ガスを含む様々なガスの爆発事故が報告

され問題となっている。そこで高圧ガス使用時の危険性

を爆発影響予測技術の構築により適切に評価し、安全性

の向上を図るため、支燃性ガスの自然発火現象に関する

研究および可燃性ガスの爆発威力評価の研究を行った。

爆発威力評価研究は、濃度勾配がある予混合気の爆発影

響評価と、予混合気中に障害物が存在する場合の影響評

価を、それぞれ東京大学大学院茂木准教授、山形大学大

学院桑名准教授及びアドバンスソフト富塚博士と連携し

て行った。 

 支燃性ガスの自然発火現象の研究では、傷んだシール

材表面に微量に流れるガスの流動摩擦によって着火する

とされる流動着火現象について実験を行った。また支燃

性ガスが配管中の可燃物と高温で接触することにより発

火する接触発火現象については、高圧ガス配管中に存在

する可能性がある可燃物として、シール材に用いられる

樹脂やゴム類、鉱物油等を、支燃性ガスのフッ素または

三フッ化窒素雰囲気とした密閉容器ごと加熱し、発火が

起きる温度を計測した。量子化学計算を用いて計算した

フッ素原子と可燃物の反応のエネルギー障壁の大きさは、

可燃物ごとの発火温度の違いを定性的に説明できた。 

 濃度勾配がある予混合気の爆発影響評価では、空気を

充填した密閉式爆発容器に水素を導入し、導入停止から

点火までの時間と点火位置を変えながら、火炎伝播現象

と圧力変化を観測した。点火位置の濃度によって到達圧

力への影響はなかったが、火炎伝播速度に影響が見られ

た。また、障害物が存在する場合の影響評価の実験では、

内部に障害物を設置した1立方メートルのビニルハウス

内に、水素またはプロパンと空気の予混合気を充てんし

て点火し、火炎伝播の様子と容器外に伝わる爆風圧の距

離・方向依存性を観測した。火炎面が障害物に近づく際

には伝播速度の減少が、障害物に接している際には増加

がわずかに見られた。この火炎伝播の様子を再現するシ

ミュレーションを作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高圧ガス保安、ガス爆発、被害予測、支

燃性ガス、フッ素、三フッ化塩素、水素、

プロパン、化学反応モデル、詳細反応機

構、火炎伝播速度、火炎加速、シミュレ

ーション 

 

・その他 

［研 究 題 目］製品含有化学物質の経皮・経口及び吸入

暴露に係る調査 

［研究代表者］東野 晴行（安全科学研究部門） 
［研究担当者］東野 晴行、恒見 清孝、梶原 秀夫、

篠崎 裕哉、村井 賀子、高井 淳、 

川本 朱美（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
室内環境下において、消費者製品に含まれる化学物質

への暴露による健康影響や製品事故等は、依然解決され

ていない。これらの対策に必要な、消費者製品に含まれ

る化学物質に対する現実的な暴露評価を可能とすること

を目的として、以下の項目について調査・研究・開発を

実施した。 
(1) 暴露評価に必要な製品に関するデータの収集 

1) 製品の室内存在量に関する調査 

2) 製品中化学物質含有率調査 

3) 製品に使用される主たる材質についてのマテリア

ルフロー調査 

4) 製品の使用についてのアンケート調査 

日本の一般的な世帯に存在する代表的な製品の種類

と数量、製品に含有する化学物質量、製品の使用の状

況などについての基本的なデータを得ることができた。 

(2) 製品から媒体への排出移行速度推定手法開発 

1) 製品から室内空気への化学物質の放散に関する試

験、調査 

2) 製品からハウスダストへの化学物質の移行に関す

る試験、調査 

 製品含有化学物質の室内空気およびハウスダストへ

の排出移行速度について、時間変化、製品材質の影響、

化学物質物性の影響などについて、試験によって明ら

かにした。 

(3) 暴露量推定手法の開発 

1) 製品からの暴露シナリオに関する調査 

2) 吸入暴露評価のための多様な居住空間情報推定手

法の開発 

3) 経皮・経口暴露シナリオの構築 

  国内外の製品暴露評価ツールで用いられている暴露

シナリオについて整理した。吸入暴露評価に必要な多

様な居住空間情報（部屋種類別の設置個数や換気回数

など）を推定する手法を開発するとともに、経皮・経

口暴露評価において対象とする暴露シナリオの構築と

課題の抽出を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー  
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［キーワード］室内環境、消費者製品、吸入暴露、経皮

暴露、経口暴露、暴露モデル 
 
［研 究 題 目］天然物化合物及び IT を活用した革新的

医薬品創出技術 

［研究代表者］福西 快文（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］福西 快文、竹内 恒 

（常勤職員2名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

ⅰ）化合物リガンド・データベースの開発：市販化合物

等約3000万件の化合物情報を収集し、3次元化合物

DB を作成するパイプラインの設計を行うとともにツ

ールソフトを改良し、溶解度予測データなどの物性予

測データを付加して DB（LigandBOX）を作成し、

インターネット上で公開した。 

ⅱ）化合物設計・合成評価用ソフトウェアの新規開発：

計算機上で作成した分子が合成可能とは限らないため、

市販化合物の DB（LigandBOX）と合成化学者が化

合物の合成容易性を評価した結果を用いて、合成容易

性を予測するソフトウェアを試作した。化合物の合成

容易性を部分構造の出現確率等で記述し、回帰分析に

より予測した結果、ほぼ合成化学者と同じ精度で合成

容易性が予測できた。 

ⅲ）タンパク質の動的構造変化を考慮した、高速・高精

度のタンパク質／リガンド複合体、及びタンパク質／

タンパク質複合体モデリング手法の新規開発：分子動

力学（MD）計算における遠距離静電相互作用の計算

はコストのかかる計算であるが、ZD（Zero-dipole 
Summation）法を空間分割による並列化手法ととも

に組み込んだ myPresto/psygene を開発した。 

ⅳ）最新の GPU 及びメニーコア PC クラスターを用い

たスクリーニングソフトの高速化・高精度化：MD 計

算はスクリーニングにおいても有用であり、上記した

ZD 法による MD 計算を行う myPresto/psygene では

GPU の利用が効果的なため、GPU 専用ソフト

（myPresto/psygene-G）を開発し、データ転送の非

同期化と固定小数点化の改良を施した計算では、通常

の PC クラスタによる計算に比べて30倍の高速化が実

現できた。一方、蛋白質-化合物複合体の高速計算を

行うために、マルチスケールドッキング MD 手法を

開発した。本手法では、化合物を中心に半径12Å 程度

の近傍領域のみ通常の精密な MD で取扱い、その外

側の領域は計算量を1/1000に削減したランジュバン方

程式で扱う。化合物が移動するにつれ、領域設定も移

動する。本手法は、メニーコアサーバ向けにスレッド

並列法を適用し、計算速度が数倍になる高速化を実現

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］化合物データベース、分子シミュレーシ

ョン、合成容易性、分子設計、複合体予

測 

 

②【文部科学省】 

・科学技術試験研究委託事業 

［研 究 題 目］活断層の補完調査 

［研究代表者］吉岡 敏和 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］吉岡 敏和、粟田 泰夫、宮下 由香里、 

近藤 久雄 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震調査研究推進本部が定めた基盤的調査

観測対象断層帯にのうち、これまでの調査結果に基づく

評価で将来活動確率が十分絞り込めなかった断層帯につ

いて補完調査を実施することを目的に、文部科学省から

の委託を受けて行われたものである。 

 平成25年度の調査対象断層帯は、奈良盆地東縁断層帯

（京都盆地−奈良盆地断層帯南部）であり、断層帯の位

置形状を詳細に解明するとともに、後期更新世末以降の

断層活動時期をより限定するために、空中写真および

DEM から作成した立体等高線図の判読と、断層帯西縁

の帯解断層を横切る S 波反射法地震探査・地中レーダ

ー探査・ボーリング調査およびトレンチ調査を実施した。

この結果、従来知られていた長さ約35km のうち、明瞭

な変動地形を伴う断層は南部の約21km に限られた。帯

解断層の奈良市今市町付近での各種調査によれば、基盤

の大阪層群は緩やかな撓曲状の変形を示し、約2-3万年

前の段丘堆積相当層にも変形が推定されたが、古墳・奈

良時代以降の非変形の旧河道堆積物が傾斜した大阪層群

を不整合に覆うことが確認できた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、奈良盆地東縁断層帯、補完調査、

文部科学省、地震調査研究推進本部 

 
［研 究 題 目］沿岸海域における活断層調査 

［研究代表者］阿部 信太郎 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］阿部 信太郎、池原 研、西田 尚央、

杉山 雄一、岡村 行信、内田 康人 

（北海道立総合研究機構）、坂本 泉 

（東海大学）、山本 博文（福井大学）

（常勤職員4名、その他4名） 

［研 究 内 容］ 

 地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会が

平成21年4月に策定した「新たな活断層調査について」

に基づき、高田平野断層帯／直江津沖の断層、野坂・集

福寺断層帯／野坂断層帯（海域部）及び三方・花折断層

帯／三方断層帯（海域部）について、既存の探査データ

も参照し、延長部も含めて海域部の全体的な位置・形状

を確認し、全長を明らかにするとともに、活動履歴の解
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明するため、海上音波探査、海底堆積物採取等を実施し

た。 

１）高田平野断層帯／直江津沖の断層 

 陸域の高田平野西縁断層から直江津沖の断層に至る

領域における活構造の有無、直江津沖の断層の北端部

を確認するため、ブーマーを音源とするマルチチャン

ネル音波探査を実施した。その結果、高田平野西縁断

層の海域延長部に撓曲構造が確認された。また、直江

津沖の断層の北東延長上にも活褶曲が確認され、陸域

の高田平野西縁断層は、地質構造としては米山崎沖の

褶曲帯に連続していることが明らかになった。また、

高田平野西縁断層の海域延長部に確認された活撓曲付

近において、バイブロコアラーを実施した。その結果、

沖積層基底面に対応する反射面が同定され、陸域から

海域に連続する撓曲構造に完新世以降の活動が示唆さ

れた。 

２）野坂・集福寺断層帯／野坂断層帯（海域部） 

 野坂断層帯海域部については、陸上部と共に15～17

世紀に活動したか不明であり、これに先立つ完新世の

活動についてもデータが得られていない。このため、

同断層帯海域部の過去の活動時期、平均変位速度及び

単位変位量の解明を目的として、マルチチャンネル及

び高分解能シングルチャンネル音波探査と海上ボーリ

ングを実施した。その結果、本断層帯は少なくとも約

4～6千年前、約8千年前、約9千～1万5百年前に活動し、

完新世の平均上下変位速度は0.6～0.8m／千年、1回

の活動に伴う単位上下変位量は約1.7～3.3m であっ

たことが明らかになった。15～17世紀に野坂断層帯海

域部が活動したか否かについては、確定的なデータを

得ることができなかった。 

３）三方・花折断層帯／三方断層帯（海域部） 

 三方断層帯海域部については1662年寛文地震時に活

動したか不明であり、これに先立つ完新世の活動につ

いてもデータが得られていない。このため、同断層帯

海域部の過去の活動時期、平均変位速度及び単位変位

量の解明を目的として、マルチチャンネル及び高分解

能シングルチャンネル音波探査と海上ボーリングを実

施した。その結果、本断層帯は約1万3千年前以降、少

なくとも3回活動し、この間の平均上下変位速度は0.7

～1.0m／千年であることが分かった。また単位上下

変位量は約2～3m であった可能性が高い。最新活動

は約6.5～7千年前以降であることがわかったが、これ

が1662年寛文地震に対応するか否かについては、確定

的なデータが得られなかった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］高田平野断層帯、高田平野西縁断層、直

江津沖の断層、活撓曲、音波探査、バイ

ブロコアラー、野坂・集福寺断層帯、野

坂断層、活断層、活動履歴、海上ボーリ

ング、三方・花折断層帯、三方断層、活

断層、1662年寛文地震 

 
［研 究 題 目］地域評価のための活断層調査（九州地

域） 

［研究代表者］吉岡 敏和 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］吉岡 敏和、堤 浩之（京都大学）、 

宮下 由香里、近藤 久雄、楮原 京子 

（山口大学）（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震調査研究推進本部が定めた基盤的調査

観測対象断層帯にのうち、これまでの調査結果に基づく

評価で将来活動確率が十分絞り込めなかった断層帯につ

いて補完調査を実施することを目的に、文部科学省から

の委託を受けて行われたものである。 

 平成25年度は2年計画の1年目にあたり、九州地域の活

断層のうち、小倉東断層、福智山断層帯、西山断層帯／

嘉麻峠区間、佐賀平野北縁断層帯を対象に、断層の位

置・形状、活動度等を明らかにするための調査を実施し

た。 

1) 小倉東断層 

 小倉東断層では、過去複数回の活動時期を明らかに

することと、断層の延長部分の活動性を明らかにする

ことを目標とし、初年度としては、次年度以降に詳細

な活動履歴調査を実施するための断層位置の特定およ

び堆積物の分布状況等を明らかにするための群列ボー

リング調査等を行った。その結果、2地点でのボーリ

ング調査で、基盤岩の地質境界にあたる地点で上位の

堆積物に1～2m の落差が認められ、堆積物が断層変

位を受けていることが推定された。 

2) 福智山断層帯 

 福智山断層帯では、最新活動時期を含む活動履歴を

より精度よく求めることを目標とし、断層帯北部での

トレンチ調査、および断層帯中南部での群列ボーリン

グ調査を実施した。その結果、トレンチ調査では基盤

をなす急傾斜した芦屋層群の砂岩泥岩互層の上位に、

低下側のみに礫層及びシルト層が分布し、両者の境界

には風化による粘土が分布するのが確認された。群列

ボーリング調査では、基盤岩上面に撓曲状の段差が認

められるとともに、基盤岩中には断層破砕帯が確認さ

れた。 

3) 西山断層帯／嘉麻峠区間 

 西山断層帯／嘉麻峠区間では、断層の活動性や過去

の活動時期を明らかにすることを目標とし、初年度に

おいては大縮尺空中写真や地形図の判読および地表踏

査を行った。また断層変位を受けた地形面のボーリン

グおよびピット掘削調査、極浅層反射法地震探査を行

った。その結果、区間中部の小石原地区において、第

四紀後期の礫層を変位させる明瞭な断層露頭が確認さ

れた。さらに北部のボーリング調査および南部での反
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射法地震探査により、基盤岩上面に上下変位があるこ

とが推定された。 

4) 佐賀平野北縁断層帯 

 佐賀平野北縁断層帯では、断層の分布・形状を明ら

かにするとともに、断層の活動性および過去の活動時

期を明らかにすることを目標とし、初年度においては

測線長7km 程度の P 波反射法地震探査、および探査

記録と地層の対比を行うための層序ボーリング調査を

実施した。また、段丘面の変位が確認された地点で、

段丘面の年代を確認するためのボーリング調査等を実

施した。その結果、反射法地震探査では、基盤岩上面

が南に向かって傾斜していることが確認された。また

ボーリング調査では、阿蘇4火砕流堆積物に断層変位

によると考えられる落差があることが確認された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、活動性、地域評価、九州、地震

調査研究推進本部 

 
［研 究 題 目］微細構造解析プラットフォーム実施機関 

［研究代表者］大久保 雅隆 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大久保 雅隆、浮辺 雅宏、鈴木 良一、

大島 永康、木野村 淳、大平 俊行、

小池 正記、志岐 成友、松林 信行、

古部 昭広、松﨑 弘幸、中村 健、 

井藤 浩志、後藤 義人、林 繁信、 

全 伸幸、高橋 勝利（常勤職員17名） 

［研 究 内 容］ 

 本委託事業は、ナノテクノロジーに関わる最先端の研

究設備とその活用のノウハウを有する機関が、緊密に連

携して全国的なナノテクノロジーの研究基盤（プラット

フォーム）を構築することにより、産学官の多様な利用

者による共同利用を促進し、個々の利用者に対して問題

解決への最短アプローチを提供するとともに、産学官連

携や異分野融合を推進することを目的としている。本事

業の具体的目標を以下に列挙する。1) 微細構造解析プ

ラットフォーム全体の共用支援システム基盤を構築し、

速やかに共用支援業務を開始する。2) 以下の6装置

（群）にて研究支援を実施する：①陽電子プローブマイ

クロアナライザー装置（周辺設備含）（PPMA）②超伝

導蛍光収量Ｘ線吸収微細構造分析装置（周辺設備含）

（S-XAFS）③可視－近赤外過渡吸収分光装置（4台、

周辺設備含）（VITA）④リアル表面プローブ顕微鏡装置

（3台、周辺設備含）（RSPM）⑤固体 NMR 装置（3台、

周辺設備含）（SNMR）⑥イオン価数弁別質量分析装置

（周辺設備含）（CDMS）⑦極端紫外光光電子分光装置

（EUPS）。3)支援実績として、①課題件数：60件以上

（9ヶ月）②利用料収入：4,000千円以上③外部共用率：

35%以上（装置毎に異なる）④外部共用のうち民間企業

の占める割合（以下、民間使用率）：15%以上（装置毎

に異なる）⑤講習会開催 利用講習会（スクール）を1

回、地域公開セミナーを2回（次年度以降2回）を達成す

る。 

 代表機関、他の実施機関と調整により、プラットフォ

ーム内で利用形態定義と料金体系を共通化し、つくばイ

ノベーションアリーナ連絡会議への参加により既存共用

設備運用組織との連携を強化、9名の技術支援者を雇用

し担当研究者とともに所内外の計測分析ニーズに対応し

た。公開機器の情報をホームページに掲載し、インター

ネット上での支援申込受付を可能とし、実際の支援体制

及びその利用に必要な手続きを整備した。支援成果は、

課題件数が、63/5件（公開/非公開）、課金収入は、

7,267,737/6,668,100（公開/非公開）であった。 

 市販装置ではないオリジナル計測分析機器や解析技術

により、外部ニーズに対応することは、社会貢献のみな

らず、支援者と研究者のスキルアップに繋がるとともに、

将来の研究計画策定の情報源として重要であることが明

らかになった。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］ナノテクノロジー、機器公開、研究支援、

先端計測機器、産学官連携 

 
［研 究 題 目］次世代がん研究推進のためのシーズ育成

支援基盤（天然物ライブラリーを用いた

探索試験の実施） 

［研究代表者］新家 一男 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］新家 一男（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 国内の基礎的がん研究の優れた成果を戦略的に育成し、

効率的かつ速やかに臨床研究の実施へとつなげることに

より、次世代がん医療の開発研究を加速することを目的

とし、次世代がん研究シーズ戦略的育成プログラムが策

定されている。当該プログラムは、「次世代がん医療創

生研究 HQ」によるマネジメントのもとで、基礎的がん

研究の成果として得られる、がん創薬あるいは診断法開

発のシーズを、前臨床のフェーズまで育成する「革新的

がん医療シーズ育成グループ」、及び、ゲノム解析を始

めとする先進的手法によって患者検体を解析し、得られ

る情報をもとに次世代がん医療やがん診断法の開発を行

う「がん臨床シーズ育成グループ」の2つの研究グルー

プに加え、これらシーズ育成グループの研究開発を支援

する「シーズ育成支援基盤」の3つの研究開発組織によ

り推進される。「シーズ育成支援基盤」では、(1)革新的

シーズ育成の促進のため、創薬に向けた分子標的候補の

Proof of Concept（POC）取得や化合物ライブラリーを

用いた阻害剤探索等の技術支援に加えて、当該シーズの

産業化に必須の知的財産権の確保やライセンスを目指し

た活動に関する支援を行い、また、(2)臨床シーズ育成

の促進のため、次世代型シークエンサーによる患者由来
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試料の全エクソンシークエンス解析を基軸とするゲノ

ム・エピゲノム解析と、これに臨床情報を併せた情報解

析の支援を行う。 

このため、公益財団法人がん研究会、独立行政法人理

化学研究所、独立行政法人産業技術総合研究所、国立大

学法人東京大学は共同で上記、支援業務を行っている。

本年度は、上記機構の基、6種類のアッセイ系に関して、

25万ライブラリー以上の世界最大級の天然物ライブラリ

ーを用いて、スクリーニングを実施した。その結果、幾

つかの有望な化合物の発見に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］天然物スクリーニング、がん分子標的、

抗腫瘍剤 

 

・原子力基礎基盤研究委託事業 

［研 究 題 目］電気化学的吸着脱離によるコンパクトで

再利用可能なセシウム分離回収システム 

［研究代表者］田中 寿（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］田中 寿、川本 徹、浅井 幸、 

福島 千賀子、陳 栄志 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 我々は Cs の吸着材料としてよく知られているヘキサ

シアノ鉄酸金属錯体塩（MHCF）を新たにナノ粒子イ

ンク化することで加工性を高め、ユーザビリティに優れ

た機能性材料としての様々な応用を進めてきた。本研究

においてはこのインク化 MHCF を用いて、選択的 Cs
分離回収を電気的にかつ繰り返しおこなうことのできる

システムの構築を目指しているが、その特長は従来の電

析による MHCF の膜形成に比べて、容易に多孔質かつ

より厚膜を電極上に作ることができ、金属イオンの電気

的吸着／脱離をおこなう目的に適している点にある。

我々はこの吸着電極を用いて、吸着液からセシウムを回

収し、脱離液側にセシウムを移動させることに成功した。

この方法はシステム自体が単純であるため小型化が可能

で、かつ電気的に制御することで、操作手段・スペース

などに制限の多い使用済み核燃料処理に利用可能となる

ことが期待される。課題最終年度である本年は、廃液を

フロー方式で連続的に処理するため、上記の吸着電極を

用いた電気化学カラムシステムを試作し、使用済み核燃

料模擬廃液を用いた吸着脱離実験をおこなった。多くの

共存イオンが存在する強酸性液から Cs を選択的かつ繰

り返し吸着脱離できることを示すことに成功した。また

繰り返し耐久性についても基材の材料・構造を検討する

ことで1000回以上の耐久性を確認することができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］セシウム回収、使用済み核燃料処分、電

気化学的吸着脱離、ヘキサシアノ鉄酸金

属錯体 

 

・その他 
［研 究 題 目］「細胞性粘菌リソースの安定提供と発展」

（震災で失われた細胞性粘菌株の再収集

と再作製、およびバックアップ維持） 

［研究代表者］上田 太郎 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］上田 太郎、長崎 晃 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

基礎と応用のさまざまな分野でモデル生物として利用

されている細胞性粘菌について、第2期では、代表種

Dictyostelium discoideum の非重複 cDNA を再整列し

た遺伝子セットを整備するとともに、国内に散在してい

た系統株と野生株、変異株のリサーチリソースを収集・

保存・提供するための基本体制を確立した。しかしなが

ら、東日本大震災により株リソースの大半が失われ、第

2期中には復旧は完了しなかった。また、いくつかの株

は寄託元からも失われてしまい、保存体制が万全でない

ことの厳しい教訓となった。そのため、第3期において

は、できるだけ早期に株の復旧を完了するとともに、災

害に強い保存とバックアップの体制を確立して安定した

提供を可能にすることを最重要課題として取り組んでい

る。このうち本年度の主な実績は以下の通りである。 

① 昨年度までに、震災で失われた細胞性粘菌標準株お

よび変異株の再収集と保存外部寄託元からの再寄託に

関して、寄託元に株が残っているものについては作業

を完了した。寄託元に株が残っていないもののうち、

過剰発現株については、今年度、プラスミドの寄託を

進めた。 

② 震災で失われた細胞性粘菌遺伝子破壊株のうち、再

収集できないものの再作製と保存：震災で失われた株

のうち、寄託元が産業技術総合研究所であった31株は、

再寄託を受けることはできない。このうち19株は遺伝

子破壊株であり、再作製が必要である。平成24年度は

これらの再作製作業に鋭意取り組んだが、作業はやや

難航し、19株全ての再作製と再保存を完了することは

できなかった。そこで平成25年度は残り11株の再作製

と保存作業に取り組み、2株を除いて作業を完了した。

2株は種々の理由により再作製が困難または不適当と

判断し、断念した。これにより遺伝子破壊株の再作製

作業を完了した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞性粘菌、リソース 

 

［研 究 題 目］光ネットワーク超低エネルギー化技術拠

点 

［研究代表者］中鉢 良治（理事長） 
［研究担当者］並木 周、工藤 知宏、河島 整、 

鍬塚 治彦（常勤職員33名、他19名） 

［研 究 内 容］ 
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 映像情報を中心としてネットワークトラフィックが増

大しており、対応してネットワーク機器の消費電力が急

激に増大している。ネットワークを活用した効率的な社

会インフラを構築するには、低消費エネルギーで大量の

情報を処理することのできる新しいネットワーク技術が

必要となる。この新しいネットワーク技術として、光ス

イッチを用いた回線交換型の光パスネットワーク技術を

開発する拠点を協働企業10社とともに形成している。映

像情報のような大きな情報を、光スイッチによる光パス

ネットワークで扱うことで従来の IP ネットワークに比

べて大幅な消費電力の低減が可能となる。この拠点では、

デバイス、システム化技術からアプリケーションとのイ

ンターフェースまでをカバーする垂直融合の技術開発を

進めている。具体的には企業と連携して、以下の四つの

技術開発を行っている。第一はネットワークアプリケー

ションインターフェース技術で、ネットワーク資源とス

トレージ資源を統合管理するソフトウエアの開発を進め

た。第二はダイナミックノード技術で、多粒度情報に対

応できる光ノードを目指して、要素技術として、ODU
スイッチ、ダイナミック ROADM、ならびに波長可変

レーザの開発を進めた。第三はパスコンディショニング

技術で、伝送路の分散と波形劣化の評価技術の開発、パ

ラメトリック分散補償装置、同波長変換器のプロトタイ

プ化を行った。第四は光パスプロセッサすなわち光パス

を切り替える光スイッチで、シリコン細線導波路型の干

渉計構造による光スイッチの多ポート化に関する技術開

発を進めた。また、波長選択性スイッチについても設計

と試作を進めた。以上に加えて、将来のネットワークの

アーキテクチャについて検討を行い、光パスネットワー

クの消費エネルギーが現状技術より3桁以上小さくでき

ることを見積もった。H26年に行う光パスネットワーク

の実証デモ実験の準備を推進した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光パス、省エネルギー、ネットワーク、

シリコンフォトニクス、光スイッチ、可

変分散補償 

 
［研 究 題 目］がん関連遺伝子産物の転写後発現調節を

標的とした治療法の開発（がん抑制遺伝

子の翻訳抑制機構を標的とした核酸医薬

の開発） 

［研究代表者］夏目 徹（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］夏目 徹（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

多くの癌に於いてがん抑制遺伝子の発現抑制が起こっ

ている事が知られており、それらのがん抑制遺伝子発現

上昇を誘導できれば癌の治療が期待できる。我々はこれ

までに、マススペクトロメーターを用い mRNA の翻訳

（安定性）制御因子を同定できる事、また、その制御を

解除するアンチセンスオリゴ（USO）を用いる事によ

り特定のタンパク質の発現上昇を引き起こせる事を明ら

かとしてきた。 

この技術を用いる事により我々は、がん抑制遺伝子の

翻訳抑制機構を標的とした核酸医薬の開発を行う事目標

とし、平成23-27年の間に以下の行程での研究を計画し

ている。１.発現上昇により癌の治癒が期待される標的

癌遺伝子の決定、２.がん抑制遺伝子 mRNA の翻訳

（安定性）制御因子を同定、３.制御を標的としたアン

チセンス＝USO を設計、４.In Vitro における USO の

機能確認、および、USO の最適化、５.マウスを用いた

薬効確認実験。 

 本年度は、上記の研究計画2から4の行程の研究を行っ

た。具体的には、1種類の癌抑制遺伝子 mRNA の

3’UTR 領域特異的に結合する RNA 結合因子を同定し、

その中から、癌抑制遺伝子の発現を負に制御している

RNA 制御因子を同定する事に成功した。また、前年度

に設計、標的癌抑制遺伝子産物蛋白質の発現上昇活性を

有していたアンチセンスオリゴについて、癌細胞増殖に

与える効果の確認を行った。その結果、我々の設計した

アンチセンスオリゴは我々の期待通り、癌細胞の増殖を

抑制する効果を持つ事、そして、その効果は標的癌抑制

遺伝子 mRNA の RNAi により抑制される事が明らかと

なった。今後、アンチセンスオリゴの配列最適化を行い、

マウスを用いた薬効確認実験を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］癌抑制遺伝子、アンチセンスオリゴ、 

mRNA 制御、質量分析計 

 
［研 究 題 目］植物 CO2資源化研究拠点ネットワーク

（グリーン・ネットワーク・オブ・エク

セレンス事業（GRENE）） 
［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］遠藤 貴士、玄地 裕、北浦 敦志、 

孫 孝政（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、バイオマスの化学品やマテリアルへの高

効率変換基盤技術の開発を通じて、高生産性があり、か

つ工業材料としての利用可能性が高いスーパーバイオマ

スの育種を産学官での研究拠点ネットワーク構築により

達成することを目標としている。植物系バイオマスから

得られ、軽量高強度材料への応用が進められているナノ

セルロースをターゲットとして、マテリアルとしての利

用性評価および利用技術のトータルプロセスの経済性、

環境性、社会環境への影響評価（LCA）を実施した。 

 本年度は、バイオマス種によるナノセルロース製造効

率を明らかにするため、種々の木質系バイオマスを原料

として、ボールミルを用いた湿式粉砕によりナノセルロ

ースを調製した。生成物については、高分解能電子顕微
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鏡による形態観察、比表面積測定、粒度分布測定、酵素

分解性評価により特性評価を行った。その結果、広葉樹

では、ナラ＜ユーカリ＜アスペン＜コットンウッドの順

に、針葉樹では、スギ＜ヒノキ＜オウシュウトウヒ＜ア

カマツの順にナノセルロース製造効率が高いことが示さ

れた。 

 また、これまでに作成したトータルプロセスのドラフ

トをもとに、バイオマス利活用プロセスの経済性、環境

性評価に必要なデータ項目の抽出および個別プロセスの

LCA 計算可能シミュレータを完成させた。このシミュ

レータを利用してソルガムの栽培からポリフェニル乳酸

生産までを評価した結果、GHG 排出量の大きな工程は

栽培工程とフェニル乳酸の発酵工程であることが示され

た。さらに感度分析から、分離・精製の効率、フェニル

乳酸収率、糖抽出率、ジュース糖度およびソルガム収量

が GHG 排出量に対する重要影響要因であることが示さ

れた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、ナノセルロース、LCA 

 
［研 究 題 目］森と人が共生する SMART 工場モデル実

証（気候変動に対応した新たな社会の創

出に向けた社会システムの改革プログラ

ム） 

［研究代表者］遠藤 貴士（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］遠藤 貴士、玄地 裕、岩本 伸一朗、

山本 茂弘、文 多美、谷岡 拓弥 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、ヒノキ等の間伐材からのナノセルロース

の効率的かつ経済的製造技術および樹脂複合材料化技術

の確立を目標としている。また、ナノセルロースおよび

複合材料製造に関する経済性・環境性評価についても実

施している。 

 本年度は、間伐材から製造したナノセルロース（リグ

ノセルロースナノファイバー）を用いて、これまでに開

発したマスターバッチ法における、複合樹脂の特性影響

について評価した。その結果、溶融粘度が50g/10min
以下の樹脂を用いることで、分散性および複合材料物性

が向上することが示された。また、リグニン等を含有す

るリグノセルロースナノファイバーでは、高純度セルロ

ースナノファイバーと比較して、セルロース含有率が低

い場合でも補強効果を発現することが示された。さらに、

粉末化した汎用樹脂にナノファイバーを直接的に複合化

する固相せん断法について研究を進めた。その結果、せ

ん断力が全体に伝搬する最適量を混練装置に充填し、樹

脂が溶融しない温度で固相状態のままで混合・撹拌によ

りせん断力を与えれば、高含水ナノファイバーでも直接

的に樹脂に均一に分散でき、強度物性に優れた複合材料

が製造できることを明らかにした。 

 さらに、実証プラントでの木質バイオマスのカスケー

ド利用ビジネスモデルおよびナノファイバーなど高付加

価値製品化事業についての経済収支、GHG 削減効果に

ついて評価を行った。その結果、補助金の有無、未利用

間伐材と製材端材の利用率により、事業利益と GHG 排

出量が影響を受けることが示された。また、高付加価値

製品化事業は、全体の事業利益が向上するものの、

GHG 排出量が増加することが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］間伐材、ナノセルロース、経済性 

 

③【環境省】 

・試験研究調査委託費 

［研 究 題 目］廃電気電子機器中の難燃剤の環境挙動予

測評価による適正管理技術の確立に関す

る研究 

［研究代表者］羽成 修康（計測標準研究部門） 

［研究担当者］羽成 修康、伊藤 信靖、大竹 貴光、

大畑 昌輝（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は、残留性や毒性が異なる難燃剤を選択

し、それらをプラスチックに既知量添加して作製した基

準試料に対し、耐候試験や溶出試験などを行うことで、

試験前後の難燃剤及び構成元素の増減を把握し、評価結

果に基づき、製品中難燃剤の適正管理技術の確立を目指

すことである。当該年度は、①難燃剤分析の校正用標準

品の評価、②基準試料の作製、各種試験の条件検討、③

製品分析に関する高精度有機分析法の開発、④製品分析

に関する高精度無機分析法の開発を実施した。得られた

成果は、①では、校正用標準品の純度評価を凝固点降下

法で行い、対象3物質中2物質に適用可能であったこと、

適用困難であった物質には差数法のみを適用し、純度評

価を行えたこと、②では、均質性の確保された ABS 及

び PC 樹脂の基準試料を作製し、その基準試料の耐候・

溶出・気化試験の予備検討を行ったこと、③では、対象

難燃剤に特化した有機分析法を、再沈法をベースに開発

し、作製した基準試料中の難燃剤の仕込み値と、同等の

結果が得られたこと、④では、蛍光 X 線分析法により

作製した基準試料の性能評価をし、同型標準物質とほぼ

同等の性能を有していることを把握できたことであった。

将来的に難燃剤の適正管理を行うためには、本分析法や

基準試料の各種試験結果を廃プラスチックに拡張する必

要があるため、プラスチックの母材同定をフーリエ変換

型赤外分光光度計により検討し、5種の樹脂判別を可能

とした。本年度に得られた研究成果により、難燃剤の正

確な分析値を基にした挙動予測が実現可能となる基盤技

術の土台が形成されたと考えられる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］難燃剤、基準試料、挙動予測、適正管理 
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［研 究 題 目］温暖化に伴う内水域環境の変化監視情

報システム構築に資する研究 
［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 
［研究担当者］長尾 正之、鈴木 淳、安永 恵三子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 内水域での地球温暖化に伴う環境変化を過去のデータ

により検証し、また、実証観測に基づき温暖化に伴う環

境変化を観測する手法の開発と評価方法の研究を行うこ

とを研究目標として、(1)過去データの検証に基づく内

水域での地球温暖化に伴う環境変化の検証、および、

(2)内水域環境変化監視情報システムの構築、の2つのサ

ブテーマの研究を実施した。 

 (1)では、従来の水温上昇傾向解析の処理手順を見直

しトレンドモデル、季節モデル、自己回帰モデルの次数

範囲をより広くとり、季節調整法で最適モデルを決定し

1993年から2006年までの水温データが存在する79のダム

湖について新しい水温上昇率を得た。その結果、最表層

水温は、1993年から2006年において多くのダム湖で上昇

傾向にあり、最表層水温が気温上昇の影響を強く受けて

いることから、最表層水温が気象要因のみである程度予

測可能であることが示された。一方、最下層水温は、湖

底上昇によるダム容量の減少、成層強化、冬季鉛直混合

の低下に影響を受けている可能性が示唆された。 

 (2)では、釜房ダムで常時計測されている水質データ

等の解析を行ったほか、モニタリングを霞ヶ浦で継続す

るとともに、炭酸系諸量のモニタリングを人間活動の影

響が大きい典型的な富栄養湖の霞ヶ浦、新利根川で継続

した。また全国内水域の炭酸系諸量の実態解明のために、

人為影響の少ない沖縄県北部の羽地ダムを選定して採水

調査を行い、炭酸系諸量の精密測定を行った。そして、

最終年度までに実証研究で得られた結果から、溶存無機

炭素および全アルカリ度をパラメータとする内水域の環

境および物質循環の概要評価法を提案した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］水温、ダム湖、地球温暖化、時系列解析、

季節調整法、水質、季節変動、霞ヶ浦 
 
［研 究 題 目］南鳥島における微量温室効果ガス等のモ

ニタリング 

［研究代表者］村山 昌平（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］村山 昌平、石戸谷 重之、 

宇佐美 哲之（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 南鳥島において、既存の観測所設備と研究観測で確立

されてきた観測技術を活用し、また同島の諸事情にあわ

せた形で改修し、微量温室効果ガスのモニタリングを開

始する。気象庁が取得している主要な温室効果ガスの観

測データと新たに気象研究所、国立環境研究所および産

総研が開始する観測で得られるデータとを組み合わせて

統合データセットを作成し、温室効果ガス等の濃度変動

のプロセス解明等の研究を進める。産総研では大気中二

酸化炭素（CO2）の安定同位体比の観測をフラスコサン

プリング法及び質量分析計を用いた手法により開始する

とともに、開発中の CO2安定同位体比連続測定装置の

改良を進め、清浄大気観測への適用を目指す。 

 H25年度は、概ね1週間に1度の頻度で、フラスコサン

プリング法による南鳥島における大気中 CO2安定同位

体比の高精度観測を継続して行った。得られたデータの

解析を行い、大気中 CO2濃度およびその安定同位体比

の変動の特徴を明らかにすることができた。解析結果か

ら、観測された CO2濃度及びその炭素・酸素安定同位

体比の季節変動は、季節に依存した異なる起源の影響を

受けて生じていることが示唆された。また、CO2濃度お

よびその安定同位体比のイベント的な大きな変動に対し

て、大気輸送の変動が影響していることを明らかにした。

同位体比連続測定装置については、高速に光源波長を変

化させて、各同位体の吸収線を高頻度に測定することが

可能なように、光源を耐久性が改良されたレーザに交換

した。従来のものとレーザの使用温度や射出光の広がり

角度等の仕様が大幅に変更になったため、光学系の改造

を行って、高精度化を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］南鳥島、温室効果ガス、バックグラウン

ド大気、安定同位体、炭素循環 

 

［研 究 題 目］センサーネットワーク化と自動解析化に

よる陸域生態系の炭素循環変動把握の精

緻化に関する研究 

［研究代表者］前田 高尚（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］前田 高尚、村山 昌平、石戸谷 重之、 

近藤 裕昭（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 運用中の陸域生態系炭素収支の長期連続観測を継続し

つつ、遠隔地にある観測現場の測器からのデータ収集か

ら、処理、データベース搭載までのプロセスに、観測機

器運用の遠隔監視やデータ流通・解析の自動化といった

情報通信技術を、参画他機関と共同でそれぞれの観測サ

イトに導入し、これらを通じて安定で精度の高い観測と

そのデータベース化、他の観測データとの統合を技術面

から推進する。 

 平成25年度は、岐阜県高山市（高山サイト）、タイ中

西部カンチャナブリ県（メクロンサイト）、タイ東北部

ナコンラチャシマ県（サケラートサイト）において、大

気・陸面間の二酸化炭素フラックスおよび気象等の関連

環境諸量の観測を継続して実施した。現地観測の情報通

信技術導入システムの構築・運用は、タイの2サイトで、

昨年度導入したデータ収録機器と通信機器について障害

発生等の遠隔監視を通年で運用し、電源障害など観測の

全停止を伴うような欠測の期間を短縮できた。結果、従
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前行っていた定期的な訪問点検を増やすことなく、フラ

ックス観測の欠測を遠隔監視の導入以前のほぼ半分に減

らすことができた。岐阜高山サイトでも同様の機能の運

用を始めた。並行して、各サイトから受信した一般気象

等の環境データの自動処理に着手、準実時間での可視化

とその目視による遠隔監視を可能にした。2013年10月に

は高山でサイト開設20周年記念の、12月にはバンコク近

郊でそれぞれ国際ワークショップが開催され、これらに

コアメンバーとして参加、発表と議論を通じて、各観測

サイトに立脚する研究コミュニティーの強化や次世代の

人材育成を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］地球温暖化、二酸化炭素収支、陸域植物

生態系、環境情報 

 

④【その他省庁】 

［研 究 題 目］クライアントおよびサーバ双方からの情

報漏えいを防止するアクセス制御技術の

研究開発 

［研究代表者］須崎 有康 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］須崎 有康、古原 和邦、八木 豊志樹 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ネットワーク暗号化の普及により、情報漏えいはネッ

トワークではなく、プロバイダ管理者からの覗き見や利

用者のクライアント端末を経由したものが多くなってい

る。クライアント端末経由からの漏えいは不用意な印刷

や画面のカットアンドペーストからも起こる。これらを

解決するためにサーバに保存するファイルはユーザのパ

スワードで暗号化され、手元のクライアントではアクセ

ス制御で漏えいを防止する技術を開発する。最終年度

（3年目）に当たる本年度は3つに分けた下記の構成要素

の統合を行い、実証実験を行った。実証実験は日本の両

端のサービスプロバイダ（HOTnet 北海道総合通信網

株式会社とドリーム・アーツ沖縄）の協力を得て、実利

用に耐えうる性能が出ることを確認した。 

「(1) サーバから情報が漏えいしない技術」のために、

サーバの預けるファイルは ANOT（All Or Nothing 
Tranfrom）による暗号化、Reed-Solomon による冗長

化および複数サーバへの分割、細かいピースに分割する

重複除外など機能を付けたインターネット対応仮想ディ

スク LBCAS を開発した。 

「(2) クライアント端末からの情報が漏えいしない技

術」のために(1)で開発するインターネット対応仮想デ

ィスク LBCAS に対してアクセス制御を加えた。アクセ

ス制御により、仮想ディスク内のファイルはアプリケー

ションが開くことができるが、ファイルを他のストレー

ジに保存すること、印刷すること、画面のカットアンド

ペーストすることを禁止する。 

「(3) ドライバへの攻撃検出および鍵の無効化による高

信頼クライアント技術」のためにハイパーバイザーのメ

モリ改ざんを検知する技術の開発、および攻撃者がクラ

イアント端末に記録されているデータと通信路を流れた

データの両方を入手し解析できたとしてもそこに格納さ

れている鍵の特定が困難であり、かつ、鍵の無効化と再

発行を可能とする鍵管理機能（LR-AKE: Leakage-
Resilient Authenticated Key Exchange）を(1)で開発

した仮想ディスクに組み込んだ。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］クラウドストレージ、情報漏えい対策、

鍵管理、仮想化 

 
［研 究 題 目］低遅延異種多入力映像表示装置の研究開

発 

［研究代表者］戸田 賢二 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］戸田 賢二、大山 英明、森川 治（東

京工大）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発の目的は、汎用的な低遅延異種多入力映像

表示装置を実現することにより、利用者が映像合成して

いることを意識することなく、複数の映像を、創意工夫

を凝らして組み合わせて表示できる環境を提供すること

である。実施は、産総研と東工大で共同で行っている。 

 平成25年度は、本テーマの研究計画の第一フェーズと

して、既存信号（NTSC、VGA、DVI/HDMI）を映像

データパケット方式に変換する装置、オブジェクトベー

ス映像パケット方式を制御するコマンド体系の整備（拡

大、縮小、解像度などの変更）、オブジェクトベース映

像パケット方式の原理評価を行うプロトタイプシステム

の開発を行った。開発の内容は、提案するビデオ信号を

制御するコマンドパケットのコマンド体系の整備（東工

大が主担当）と、既存のビデオ信号から提案するオブジ

ェクトベース映像パケット方式のビデオ信号に変換する

装置開発とオブジェクトベース映像パケットを受け取り

（必要に応じてコマンドを発行し適切な位置やサイズ

で）表示するディスプレイ装置の開発（産総研が主担

当）である。 

 産総研では、深さ方向を考慮した画像の取り込みそれ

らを合成する方式の開発と、深さ情報付き画像の入力を

受け付けるオブジェクトベースの映像処理・表示装置の

開発を行った。 

 前者は KINECT を用いたハイパーミラー遠隔対話シ

ステムという形でデモを行った。先ず KINECT を用い、

自動的に対象のオブジェクトを抽出し、深さ情報込みの

オブジェクトを作成する。次に、深さ情報込みのオブジ

ェクトを送受信する。各地では、遠隔地から送られてく

るオブジェクトを含む複数のオブジェクトを、深さ情報

を考慮して合成・左右反転してハイパーミラー映像を作
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成表示する。 

 後者は、低コスト化と利便性の向上のため、既存のビ

デオ信号から提案するオブジェクトベース映像パケット

方式のビデオ信号に変換する装置開発とオブジェクトベ

ース映像パケットを受け取り表示するディスプレイ装置

を一体として組み込んだ統合プロトタイプ装置を開発し

た。これを3台用いたデモシステムを動作させた。 

 成果の目標の達成状況は、口頭発表は予定通りで、実

施期間中の査読つき論文は0であったが、学会から論文

誌への推薦があり、現在執筆中である。特許出願に関し

ては、予定はなかったが、セキュリティ応用に関する内

容で国内・国外各1件出願した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］オブジェクトベース映像パケット方式、

低遅延異種多入力映像表示装置、深さ情

報付き画像 

 
［研 究 題 目］ダイヤモンドを用いた次世代量子暗号用

素子の基盤技術開発研究 

［研究代表者］山崎 聡（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山崎 聡（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 単一光子源素子や量子ノード等の将来の実用化を見据

えた際、要求される重要な技術要素として室温動作でき

る点、電気的動作ができる点、実用レベルの効率化が挙

げられるが技術的な課題が多く、実現されていない。本

研究ではダイヤモンド中の発光中心に注目し、室温動作

する高効率な単一発光素子実現に向けた基盤技術及び量

子ノード素子の将来の実用化に必要となる、スピンの電

気的操作及び電気的検出に関する基盤技術の創成を目指

す。 

 平成25年度は電子スピンの電気的検出に向けて、電気

検 出 磁 気 共 鳴 （ EDMR ： Electrically detected 
magnetic resonance）装置の立ち上げを目標とした。

装置システムを立ち上げ、作製した高品質ダイヤモンド

試料を標準試料として用いて、その試料中の炭素ダング

リングボンドのスピンを電気検出磁気共鳴により検出す

ることに成功し、当初の目標を達成した。平成25年度終

盤は、平成26年度の計画を前倒しして、NV 中心や窒素

ドナー（置換位置の窒素）の電気的検出に向けて準備を

進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］情報通信、ダイヤモンド、電子デバイス 

 
［研 究 題 目］掃除・片付け・拾い上げを行う自律型

支援ロボットのための認識特徴量ライブ

ラリと識別器の研究開発 

［研究代表者］山崎 公俊（信州大学） 

［研究担当者］花井 亮（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発の目的は、自律型支援ロボットに搭載する

ための認識システムの構築である。日常生活を送るうえ

で生じる物品の拾い上げや押しどけ、ゴミ等の除去に着

目し、多様な対象を扱うことのできる識別機能について

研究している。 

本年度はカラー画像や三次元距離データによるセンサ

データライブラリの構築と、既存のものと新規のものを

含む特徴量表現の実装、それらの試験的評価を目標とし

た。本研究開発の認識対象は、ガラス製品などの透明物

品、金属食器などの光沢物品、ケーブルや紙などの不定

形物品、埃や液体汚れなどの清掃対象を含む。そこで、

これらの物品を対象に複数のコンシューマ用途の距離画

像センサから得られるデータの比較を行いセンサの選定

を行った。そしてセンサ位置、計測視点数、背景、照明

等の計測条件の詳細化を行った後、選定した対象物を計

測、センサデータライブラリを構築した。特徴表現につ

いては、SIFT 等の4つの画像特徴と PFH 等の5つの形

状特徴を計算し識別結果を比較できるフレームワークを

開発した。試験的評価において、赤外反射強度画像に対

して SIFT 特徴を適用したものが、照明環境をコントロ

ールできることが有効に働き、透明物品、金属物品の識

別に良好な結果を示すことを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］知能ロボット、特徴抽出・選択、パター

ン識別・分類 

 
［研 究 題 目］消防防災無人ヘリコプタの高精度飛行

制御技術の研究開発 

［研究代表者］森川 泰（知能システム研究部門） 

［研究担当者］森川 泰、松本 治、神村 明哉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

災害が起こった場合、迅速に災害現場の情報収集を行

って、救助活動をすることが重要であり、特に上空から

得られる情報は重要である。この時、無人ヘリコプタな

どの無人航空機を用いることは、有人航空機よりもコス

トやリスクの低減や迅速性の面で優れている場合が十分

にある。本研究では、振動の少ない無人ヘリコプタの飛

行制御技術の研究やシステムの開発を行い、消防防災用

無人ヘリコプタを実用化する。 

無人ヘリコプタに消防研究センターが開発している斜

面崩壊監視システムを搭載して監視する場合、無人ヘリ

コプタの揺れや位置の移動が大きな問題になるので、ジ

ンバル機構によって能動的に揺れを抑えつつ GPS と姿

勢センサにより監視システムのセンサ部であるレーザー

スキャナの位置姿勢を高精度に計測し、レーザースキャ

ナのデータ補正に利用する計画である。飛行実験により

レーザースキャナに取り付けた GPS と姿勢センサによ

ってスキャナの位置姿勢を計測し、データを得ることが
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出来た。 

ステレオビジョンシステムに関しては、無人ヘリコプ

タにステレオビジョンシステムを搭載して地面を撮影し、

3つ以上の特徴点を追跡し続けることにより三角測量の

原理で自己位置姿勢を推定する技術を開発している。今

年度行った飛行実験では、地上の特徴点の代わりに地上

に置いた3つのマーカーを検出し、それぞれのマーカー

までの距離を測定して無人ヘリコプタの位置を推定する

実験を行った。その結果、マーカーの位置を検出して距

離を求めることが出来たが、目標とする精度を達成する

ことは出来なかった為、ソフトウェア及びハードウェア

に関して更に改良が必要なことが明らかになった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］無人航空機、無人ヘリコプタ、飛行制御、

ステレオビジョン、消防防災 

 
［研 究 題 目］地震等災害時に救助活動を支援する障害

物除去システムの開発 

［研究代表者］久保田 士郎（安全科学研究部門） 

［研究担当者］久保田 士郎、和田 有司、緒方 雄二、

西野 佳奈（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、地震等の災害時に倒壊した建物の中か

ら人命を迅速に救助するために、重機を使用せずに小

規模爆破等を適用して倒壊コンクリート壁等を局所的

に迅速に破砕し、突破口を作り（ブリーチング）、救

助活動を支援するためのブリーチング技術開発を実施

した。壁の裏側に要救助者が存在しない場合は、小規

模爆破技術を発展させた効率的な破砕技術を開発した

（新規ダーティ・ブリーチング）。壁の裏側に要救助

者が存在する場合は、裏側に発生する飛散物等爆発影

響を最小限とする破砕技術（新規クリーン・ブリーチ

ング）を開発した。 

 今年度は、垂直穿孔での破砕には限界があることを

明らかにし、45度穿孔、ならびに樹脂系の込め物を使

用した爆破破砕実験を実施し、装薬条件と破砕効果と

の関係を調べた。クレータのサイズ・発生状況に対す

る主要な影響因子は穿孔長であり、穿孔長を壁厚の半

分程度に設定すると、薬量を増やしても裏面に飛散物

が発生しないことが判明し、新規クリーン・ブリーチ

ングの条件とした。また、新規ダーティ・ブリーチン

グの条件として壁両面にクレータが発生する条件も明

らかにし、両研究要素について125～250mm 壁厚（ダ

ブル配筋）について穿孔長、薬量の条件を明らかにし

た。また、爆風圧等、各条件での爆発影響を計測して、

本技術の安全性を検証するデータを得た。さらに、作

業時間を計測し、本技術の迅速性を示すとともに、同

技術の現場対応マニュアルを提案した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］人命救助、ブリーチング、ミニブラステ

ィング、火薬類、鉄筋コンクリート壁 

 
［研 究 題 目］平成25年度国産農産物の滞在的品質の評

価技術の開発委託事業 

［研究代表者］根本 直（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］根本 直（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は国産農産物のもつ品質に対して新しく実用的

な計測尺度の構築を目指している。農産物の代表として、

品種が多くその健康効果や成分などの基礎的知見が蓄積

されているトマトを解析対象とし、NMR-メタボリッ

ク・プロファイリング（MP）によって成分を包括的に

解析し、他の機器分析データや品質評価データと関連づ

けることで、隠れた品質・複雑な品質を簡便に計測する

技術を開発にすることを目標としている。 

 様々な品種・栽培条件の生育履歴のはっきりとした生

食用・加工用トマト試料の提供を受け、そのまま、ある

いは凍結乾燥粉末やジュースに加工したものについて、

NMR-MP 計測のための試料調製法、NMR の測定条件、

データ処理法等の検討を行った。また、NMR-MP によ

り試料の特性を多変量解析で可視化し、試料の特性を反

映する NMR シグナルの特定を試みた。 

 その結果、構成する特徴空間は、糖類・アミノ酸およ

びクエン酸の寄与が顕著であった。さらに、他の機器分

析データや品質評価データとの統合解析に相応しい標的

試料と変数を選択し、マーカーシグナルのアノテーショ

ンを行った。 

 NMR-MP 法により、Exploratory Analysis として探

索的統計解析を実施し、その情報を他チームに提供する

ことにより、不要変動や既存の価値（例えば糖度や比

重）以外の尺度として糖類信号削除解析法を開発した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］メタボロミクス、NMR、非標的分析、 

探索的統計解析、農産物 

 
［研 究 題 目］耕作放棄地を活用した大規模スケールで

の藻類バイオマス有効利用技術の確立 

［研究代表者］村田 和久（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］村田 和久、劉 彦勇、豊田麻須美 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、炭素数30を越える微細藻類産生の炭化水

素オイルの水素化分解により、炭素数10から20のジェッ

ト燃料・軽油を製造するための触媒と反応条件を探索し、

またオイル中の不純物の反応への影響を把握すること、

さらには得られたオイルの品位を評価することにより、

目的燃料の収率向上を目指す。 

 今年度は、バッチ系にて水素化分解の条件（触媒や温

度、水素圧など）と分解生成物の関係を把握することに

注力した。候補触媒を調製後、原料はまずモデル化合物
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（炭素数30）のスクワランおよびスクワレンを用いて反

応させた。大量の原料が残存する条件、逆に C16-C20

の軽油分すらあまり残存しないような過酷な条件を確認

し、結果として、ジェット燃料・軽油相当分の収率

（炭素基準）が50%を超える可能性を示す条件を見い

だした。次に、この経験を応用して、実際のボトリオ

コッカス産生油（粗油（C、炭素含有率84.3%）及び

精製油（P、同87.5%））を用いて、水素化分解を行っ

た。これら藻類油には遊離脂肪酸や高沸分が含まれる

が、これらも反応物と想定し、そのまま反応させた。

触媒や条件の制御により、ジェット燃料・軽油相当分

の収率が50%を超える条件を確認した。原料による収

率の差は5%程度であるが、精製油（P）＞粗油（C）

であった。 

 今年度、原料1g 規模、バッチで、有望な結果を得た

が、ppm レベルで油に含有する不純物（S,P,Ca,Cl な

ど）の触媒への影響を知る必要があり、今後触媒の繰り

返し使用と収率の関係を調べる。性能劣化が確認されれ

ば、反応後の触媒解析と触媒再生法なども検討を要する。

また10倍規模で製造した生成物の特性（酸価、ヨウ素価、

粘性、流動点など）も評価したい。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］藻類産生炭化水素油、水素化分解、ジェ

ット燃料・軽油 

 
［研 究 題 目］ウシの小型ピロプラズマ病に対するワク

チンの開発研究（農林水産業・食品産業

科学技術研究推進事業） 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、池原早苗 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、新技術・新分野創出のための基礎研

究推進事業で実施した「家畜原虫病に対する Th1免疫

誘導型糖鎖被覆リポソームワクチンの開発研究」の成果

を実用化することである。 

 対象疾患は、畜産業からワクチンの開発が強く求めら

れてきたウシの小型ピロプラズマ病である。同病は、学

名 Theileria orientalis の感染により発症するもので、

貧血や発熱が症状となる。現在、日本で広く発生してお

り、大きな経済的被害の原因となっているものの、有効

な治療薬やワクチンが存在しない状況である。 

［目標］ 

 産業技術総合研究所、帯広畜産大学、東海大学は、新

技術・新分野創出のための基礎研究推進事業にて、ウシ

の小型ピロプラズマ病に対するワクチン開発・実用化で

必要となる一連の技術やノウハウを確立した。本研究で

はこれらの成果を、ワクチンの製造販売事業を実施する

機関（動物医薬品会社）へと移転し、畜産業からのニー

ズに合致する製品を、速やかに上市するためのプロセス

開発の完了を目標にしている。  

［年度進捗状況］ 

 産総研では、同ワクチンを投与したウシに生じる、ワ

クチン抗原に特異的な Th1免疫応答を定量的に検出評

価することを実現している。さらには、ワクチンとして

封入する候補抗原について、免疫応答の中心となるエピ

トープ配列についても明らかにしている。本年度は、事

業実施機関となる動物医薬品会社へ、関連する技術・ノ

ウハウの移転を実施した。技術移転は順調に達成された

ことから、薬事法及び動物医薬品の治験ガイドラインに

おいて要求される事項の確認、要求される成績を得るた

めのワクチン効果試験の設計を達成できたところである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ワクチン、糖鎖、検査技術 

 
［研 究 題 目］畑作の省力化に資するバイオプラスチッ

ク製農業資材分解酵素の製造技術と利用

技術の開発 
［研究代表者］森田 友岳（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］森田 友岳、羽部 浩、佐藤 俊、 

小池 英明、白田 忍、渡辺 寛、 

荒川 智行（常勤職員4名、他3名） 
［研 究 内 容］ 
生分解性プラスチック（生プラ）製の農業用マルチは、

使用後の分解制御が普及のための課題となっているが、

酵素処理による急速劣化で鋤込み可能になれば、生プラ

マルチの普及によって、廃棄物の削減だけでなく、労力

を減らした畑の計画管理や大規模農業への対応が可能に

なると期待される。そこで本研究開発では、①生プラ分

解菌の選抜と分子情報に基づいた培養条件の確立による

生プラ分解酵素の大量生産、②遺伝子組換え手法による

生プラ分解酵素生産性の飛躍的な向上、③多様な環境に

適用するブレンド酵素剤の選定、の3つの研究課題に取

り組むことにより、生プラ分解酵素の安定的な大量生産

と、様々な農業環境で使用済みマルチの急速劣化を可能

にするブレンド酵素を開発し、生プラ製農業用マルチの

普及促進を目指す。 

本年度は、生プラ分解菌による生プラ分解酵素の生産

量の向上を目指して、生プラ分解酵素の生産誘導や活性

阻害に関する分子情報の取得を行い、生産条件の最適化

と遺伝子改変のための基盤を構築した。また、ゲノム科

学情報を活用して、生プラ分解酵素を大量生産する遺伝

子組換え体を作製するための基盤技術の構築に着手した。

また、生プラ分解酵素の多様な生プラフィルムに対する

分解特性を評価するための機器分析手法の確立にも着手

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］生分解性プラスチック、農業資材、酵素、

遺伝子組換え、ゲノム科学 
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［研 究 題 目］「食料生産地域再生のための先端技術展

開事業」野菜栽培による農業経営を可能

とする生産技術の実証研究 

［研究代表者］保高  徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高  徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 福島県は、東日本大震災による地震、津波被害に加え

東京電力第一原子力発電所の事故による放射性物質によ

る影響が極めて大きい。本研究は、津波、原子力災害の

被災地である浜通り地域が、県内向けの種苗供給産地で

あったことから、種苗生産に着目し、地域農業を最先端

種苗産業として発展させることで、雇用対策や地域農業

の起爆剤として、復興の後押しとなる実証研究を行うも

のである。 
 プロジェクト全体の研究課題としては、①高付加価値

苗の技術確立、②育苗労力低減技術確立、③苗生産にお

ける放射性物質のリスクマネジメントの確立研究に取り

組み、研究担当者は、研究課題③のチームリーダーとし

て、育苗における放射性セシウムの影響回避のための育

苗施設内の放射性セシウムのモニタリング技術確立、施

設内に影響をおよぼさないための放射性物質除去システ

ムの開発・導入、育苗環境の最適化に関する研究を推進

した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］放射性セシウム、野菜栽培、育苗環境、

農業振興 
 
［研 究 題 目］山側における「間伐材から機能化混練

型 WPC 変換まで一貫したシステム」の

実証化研究 

［研究代表者］遠藤 貴士（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］遠藤 貴士、岩本 伸一朗、谷岡 拓弥、

下地 良平（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、間伐材の高度利用技術開発として、木

質から効率的にバイオマスフィラーを製造して樹脂と複

合化させ、既存の樹脂製品を代替可能な混練型木材プラ

スチック複合材料（WPC）の製造技術開発を目標とし

ている。 

 木質から製造したバイオマスフィラーを用いた混練型

WPC の物性は、フィラーの製造条件により大きく影響

を受ける。本年度は、ディスクミルやボールミルを用い

て種々の条件で粉砕処理を行い、得られたフィラーの形

態と WPC 物性の関係について評価を行った。その結果、

粉砕初期からフィラー表面にフィブリルが生成するが、

強い条件で長時間粉砕を行うと、フィブリル間の凝集が

発生することが示された。また、長時間粉砕で得られる

フィラーを用いた WPC では強度物性が著しく低下し、

フィラー凝集による欠陥発生が見られた。これらの結果

をもとにすることで、ディスクミル粉砕時の過度粉砕を

抑制するクリアランス条件を明らかにした。また、これ

までに構築した沈降法によるフィラー評価手法と高分解

能電子顕微鏡による形態観察から、表面がフィブリル化

したフィラーは、粉砕初期に生成する微細なフィラーが

木粉表面に吸着し、さらに粉砕処理により毛羽立ちが起

こることで形成されることが示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］間伐材、フィラー、複合材料 

 
［研 究 題 目］針尾島（25）保管庫移設解析業務 

［研究代表者］中山 良男（爆発衝撃研究グループ） 

［研究担当者］中山 良男、松村 知治、杉山 勇太、

若林 邦彦、久保田士郎、和田 有司、

緒方 雄二、高久 義裕、高柿 大輔、

堀川 貴広（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 地中式火薬庫(保管庫)の設置に際して、火薬類取締法

施行規則に基づく特則承認を得るに当たり、当該保管庫

の安全性に関して、委員会による検討、および実験等に

よる基礎的なデータの収集・解析を行う。概要を以下に

示す。 

(1) 委員会による検討 

 25年度は、委員会の設置準備を行った。具体的には、

委員会事務局業務委託先の公募・選定、委員会開催日

程および委員候補の検討・選定等である。 

(2) 実験等による基礎的なデータの収集・解析 

 25年度は、実験及び数値解析の概要検討・準備作業

を行った。具体的には、実験方法や数値解析の仕様検

討、必要な消耗品・役務作業・借用品の見積取得等で

ある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地中式火薬庫、土堤、数値シミュレーシ

ョン、保安距離、爆薬、扉飛散  
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2) 国以外からの外部資金 

①【新エネルギー・産業技術総合開発機構】 

［研 究 題 目］IT 融合による新社会システムの開発・

実証プロジェクト（データ処理基盤分

野）リアルタイム大規模データ解析処理

基盤の研究開発  

［研究代表者］小川 宏高（情報技術研究部門） 

［研究担当者］小川 宏高、中田 秀基、工藤 知宏 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 モバイルネットワーク技術の普及と各種センサ技術の

発展に伴い、多種多様なモノがネットワークに接続され

るようになり、実世界の様々な事象をデータとして IT
の世界から捉えられるようになった。しかし、日々刻々

と変化するこうした所謂ビッグデータから新たな知見を

得るには、現状ではデータを収集・解析するための大規

模な IT インフラや高度なプログラミングスキルが必要

であり、ビッグデータの恩恵を受けることはいまだ困難

な状況にある。こうした問題を解決するため、本研究で

は、実世界から取得される大規模データに対するリアル

タイムの複雑なデータ解析を実現するとともに、対象デ

ータの量に対するスケーラビリティと対象データの種類

や処理内容に可変性を有するリアルタイム大規模データ

解析処理基盤の研究開発を行う。本研究では、大規模時

系 列 デ ー タ の リ ア ル タ イ ム 解 析 を Preferred 
Infrastructure が、多種多様な情報を用いたデータ処理

技術を産総研が、大規模リアルタイム解析を支える高速

分散データストアならびに次世代メモリストレージノー

ド技術を NEC が、次世代メモリストレージデバイスを中

央大がそれぞれ担当する。特に産総研は、大規模機械学

習プラットフォーム Jubatus において、実世界から取

得される多種多様な時系列データの利活用を可能にする

データ処理技術に関する研究開発を実施する。 

 2年計画の2年目となる平成25年度は、多種センサデー

タを対象としたリアルタイム解析を実現するために、任

意のデータに対するデータ変換を実現するカスタムタイ

プ変換方式と、それを利用したメディアデータに対する

高速な特徴量抽出モジュール群を開発するとともに、多

数の動画像ストリームに対する異常値検知システムを構

築して実機による評価を行った。学習フェーズの性能改

善手法を複数検討・実装した結果、8ノード規模のクラ

スタで最大200本の20FPS（インターネットで多く用い

られる動画のフレームレート）の動画像ストリームを同

時に解析可能であることを確認した。また、リアルタイ

ム解析エンジンの特徴量抽出機能の増強と、データの再

利用性・相互運用性の向上を図るため、多言語で記述さ

れた特徴量抽出モジュールを利用するためのソフトウェ

ア機構、Kerberos 認証によるシングルサインオン機構

（一度の認証処理によって複数のサービスを利用可能に

する機能）等を開発し、実機での評価でフィージビリテ

ィを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ビッグデータ、ハイパフォーマンスコン

ピューティング、認識・意味理解 

 
［研 究 題 目］風力発電高度実用化研究開発／スマート

メンテナンス技術研究開発 

［研究代表者］村川 正宏 

［研究担当者］村川 正宏、緒方 淳、岩田 昌也、 

叶 嘉星、小垣 哲也、菊島 義弘、 

阿部 裕幸、嶋田 進、小野 智恵 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、風車の不適切なメンテナンスや技術欠

落を原因とする風車の稼働率低下（設備利用率の低下）、

故障の増加や風車の停止時間の増大といった課題の解決

を目的とする。このために、目標稼働率95%を達成可能

なメンテナンス技術を開発し、風力発電事業で適切に活

用されるためのメンテナンスチェックリスト、保険や

O&M（運転管理・保守点検）認証への適用性検討など

実効的なスキームを検討する。体制としては、プロジェ

クトリーダーである東京大学、助成事業に参画する企業

群と連携して研究開発を遂行し、産総研は、各種要素

部 品 の 状 態 監 視 シ ス テ ム CMS （ Condition 
Monitoring System）の活用と、関係するセンサデ

ータからの故障検知技術の開発を分担する。 

 3年計画の1年目となる平成25年度は、風車の発電機等

の収納部分ナセル内のドライブトレイン（動力伝達部）

における、亀裂発生や摩擦摩耗の進行を非破壊で状態監

視するための CMS の基本仕様を検討した。具体的には、

必要とするセンサの周波数特性、プリアンプの内蔵の有

無、AD 変換の方法、PC へのデータ収集、保存方法な

どを検討し、必要な部材の手配を完了した。また、平成

26年度に予定している風力発電事業者サイトでのデータ

収集について、発電事業者と共に計画を検討し、それに

係る準備を進めた。さらに、EWEA 2014 Annual 
Event に参加し、関連するメンテナンス技術等の最新

動向を調査した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］風力発電、メンテナンス、異常予兆検知、

データ解析、機械学習 

 
［研 究 題 目］風力発電高度実用化研究開発／10MW 超

級風車の調査研究（要素技術）  

［研究代表者］小垣 哲也（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］小垣 哲也、阿部 裕幸、菊島 義弘、

嶋田 進、松宮 煇、青木 繁光、 

稲吉 仁（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
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 本調査研究では、将来実用化が想定される10MW 超

級の超大型風車において、現状の3枚翼風車をベースと

した超大型化に加え、更なる発電コストの削減のために

必要であると考えられる2枚翼高速風車等の新技術に関

するフィージビリティスタディを実施するとともに、

10MW 超級風車全体の概念設計とコスト評価を踏まえ、

ロジスティクス及び O&M（運転管理・保守点検）の将

来像を見据えた上での10MW 超級風車の構成・スペッ

クの最適化を行うことにより、10MW 超級風車の将来

像を明らかにし、発電コスト削減に向けた10MW 超級

風車の開発を加速させることを目的とする。 

 10MW 超級を見据え更なる発電コストの削減を目指

した次世代新技術として、2枚翼風車ロータの実現可能

性を詳細に評価するため、空力特性解析のための風洞模

型試験と運動・挙動解析のための模型試験とを個別に同

時並行で実施することとし、各実験仕様を詳細に検討し

た。次年度以降の本格的な2枚翼風車ロータの運動・挙

動試験と空力特性試験のための実験内容と条件を確定し、

それらを達成するための試験装置の構成と仕様を決定し

た。運動・挙動試験と空力特性試験とは、ロータの空力

的特性を同一とするために、同じロータ形状とすること

とし、レイノルズ数を4×105、周速比8で運転可能なロ

ータ形状を設計した。運動・挙動試験においては、ハー

ドウェアインザループシミュレーション（HILS）技術

を組み合わせた解析システム全体の構成と仕様を決定し

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］10MW 超級風車、2枚翼風車、風車設計、

風力発電コスト 

 
［研 究 題 目］希少金属代替材料開発プロジェクト（対

象鉱種追加分／⑥排ガス浄化向け白金族

使用量低減技術開発及び代替材料開発／

ディーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用

量低減化技術の開発 

［研究代表者］濵田 秀昭 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］濵田 秀昭、佐々木 基、小渕 存、 

鈴木 邦夫、内澤 潤子、難波 哲哉、 

千葉 晃嗣、益川 章一、大井 明彦、

原 重樹、原 伸生、多井 豊、 

三木 健、尾崎 利彦、粕谷 亮 

（常勤職員11名、他4名） 

[研 究 内 容] 

 本プロジェクトは、平成21年度～平成25年度の5年計

画で、大型ディーゼル車排出ガス浄化触媒システムの酸

化触媒とディーゼルパティキュレートフィルター

（DPF）を対象とし、白金族金属使用量の大幅な低減

を目標として研究開発を行っている。平成25年度は、プ

ロジェクトの最終年度として、研究項目「実用触媒製造

技術の確立」の中で2企業、2大学との共同研究を行った。

当研究所は下記研究項目を担当し、最終的に、これまで

に開発した要素技術を総合して実機評価用触媒を試作し、

共同研究先に提供して評価した結果、白金族50%低減品

で市販品と同等以上の性能が得られ、プロジェクトの最

終目標を達成した。 

（１）酸化触媒の改良と高度化 

（ａ）酸化触媒の活性種高度化 

 前年度見出した PtPd 触媒の調製過程における水素還

元処理による活性向上効果を、製品化・実証化に向けた

実用的な手法に改良した。具体的には、触媒調製時の添

加物として有機酸等を共存させ焼成条件を工夫すること

により、取り扱いが難しい水素ガスを使わず還元触媒を

得る方法を見出した。開発手法により調製した触媒は、

担持する貴金属濃度が高いなどの条件では、水素還元触

媒を凌駕する性能を示した。本法を用いて白金族金属使

用量を50%低減した触媒をキログラム単位で調製・提供

し、共同研究先における触媒塗布ハニカムの大型エンジ

ン評価で従来品同等の性能を示すことを確認した。 

（ｂ）酸化触媒の担体高度化 

 昨年度までに開発したメソ孔拡大シリカ添加アルミナ

について、さらにマクロ孔をハイブリッド化した試料に

ついてキャラクタリゼーション、活性評価を行った。そ

の結果、特にミスト酸化について顕著な活性向上がみら

れ、これはマクロ孔付加による拡散性増加による効果で

あることが推察された。 

（ｃ）DPF 用触媒の高度化 

 DPF 用の AgPd 触媒の物性と活性に及ぼす担体不純

物の影響を検討した。900℃以上の高温焼成により Ag
は担体中の Cl と相互作用して、Ag と AgCl からなる二

相粒子を形成することがわかった。また、SiO2の影響

については、Ag が SiO2付近に存在し、低活性な

Ag/SiO2が形成されることが推測された。 

（２）ナノ粒子固定化触媒の開発 

 前年度までに開発した触媒調製法のスケールアップを

試みた。各段階でのプロセスを最適化することで、触媒

性能を向上させるとともに、1回あたり500g の触媒を作

製する技術を確立した。本法による触媒の高い耐熱性の

起源を調べるため、Pt L3ならびに Pd K 吸収端近傍の

XAFS 測定を行った。その結果、開発触媒では従来の含

浸法による触媒に比較して、調製直後の段階から Pt と

Pd の合金化が起こりやすく、このことが耐熱性向上に

寄与していると推定された。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］ディーゼルエンジン、排出ガス浄化触媒、

白金族低減、酸化触媒、ディーゼルパ

ティキュレートフィルタ 

 
［研 究 題 目］高度秩序構造を有する薄膜多接合太陽電
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池の研究開発 

［研究代表者］仁木 栄 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］坂田 功、加藤 俊一、近藤 道雄、 

永井 武彦、金子 哲也、増田 淳、 

柴田 肇、石塚 尚吾、反保 衆志、 

小牧 弘典、牧田 紀久夫、菅谷 武芳、 

大島 隆治、松原 浩司、小西 正暉、 

宮田 直之、吉田 郵司、山成 敏広、

柴田 陽生、鯉田 崇、松井 卓矢、 

齋 均、Svrcek Vladimir、 

Kazaoui Said（以上、太陽光発電工学

研究センター）、 

高遠 秀尚、水野 英範（再生可能エネ

ルギー研究センター）、橘 浩昭、 

水野 冬矢、藤原 享子（以上、電子光

技術研究部門）、長谷川 達生（フレキ

シブルエレクトロニクス研究センター）、

古部 昭広（計測フロンティア研究部

門）（常勤職員23名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 40%を超える変換効率を目的として、最適なバンドギ

ャップを有する複数の高度秩序薄膜材料を新たに設計・

創製するとともに、波長選択型導電層を介した2端子メ

カニカルスタック太陽電池形成を目指す。光マネジメン

ト技術、二光子利用技術等についても検討を行う。本研

究開発は計9機関で共同実施するものであり、産業技術

総合研究所は6テーマを実施している。各サブテーマの

成果は以下のとおりである。 

Ⅰ-1-1：メカニカルスタック・デバイス化技術の開発 

 スマートスタック技術を目指して太陽電池接合技術の

開発を行っている。本年度は、導電性ナノ粒子配列を接

合界面に導入した直接接合技術の、形成条件等の継続検

討および個別セルの高性能化に注力した。これにより、

InGaP/GaAs/InGaAsP/InGaAs-4接合構造を試作し、

効率30.4%を達成、プロジェクト最終目標を満足する成

果を得た。また汎用性拡充の観点より、異種材料の組み

合わせである InGaP/GaAs/CuInGaSe-3接合構造を試

作し、世界最高である24.2%を達成した。 

Ⅰ-2-1：高度光利用技術の開発 

 高効率薄膜多接合太陽電池に向けた高度光利用技術開

発に向け、前年度に引き続き、(1)平坦型光閉じ込め基

板（FliSS）の高性能化、(2)プラズモン利用型光閉じ

込め技術、の開発を実施した。(1)に関しては、前年度

に Delft 工大と共同で実施した光学解析の知見を元に、

FLiSS 構造の更なる高性能化に向けた開発を実施した。

改良した FLiSS 基板を膜厚3µm の薄膜微結晶シリコン

太陽電池に適用した結果、平坦化無しの基板に較べて発

電効率を25%向上させることに成功し、FLiSS 構造の有

効性を確認した。(2)については、スタンプ転写による

銀ナノ構造作製手法を薄膜シリコン太陽電池に適用し、

アモルファスシリコン太陽電池および微結晶シリコン太

陽電池において、銀ナノ構造を含まない場合に比べて、

それぞれ4%、11%の相対的変換効率向上を確認した。

また、ブロック共重合体を用いた表面処理とスタンプ転

写を組み合わせ、太陽電池に頻繁に用いられるテクスチ

ャ表面においても規則的な金属ナノ構造が作製できるこ

とを確認し、テクスチャおよびプラズモンを同時に利用

する光閉じ込め技術開発への道筋を示した。 

Ⅱ-1-1：SiGe 系薄膜ボトムセルの開発 

 分子線エピタキシー法による SiGe 単結晶成長技術の

開発を継続した。Si 基板と SiGe 薄膜層の間に挿入する

バッファ層技術をさらに高度化させ、高 Ge 組成（Ge
～80%）の0.9eV 帯 SiGe 薄膜（転位密度105cm-2以下）

の作製技術を構築した。アモルファス Si を用いたヘテ

ロ接合化技術の高度化により変換効率を2.0%に（前年

度1.5%）向上させた。同じ吸収層膜厚（2µm）で比較

した場合、高 Ge 組成の効果により、Si を吸収層に用い

た場合に比べ、短絡電流の向上が確認された。 

Ⅱ-3-1：ナノ材料系ボトムセルの開発 

 半導体 CNT 利用太陽電池の外部量子効率向上のため

に、半導体 CNT を用いたヘテロ接合薄膜太陽電池にお

いて多重キャリア生成、多重励起子生成（MEG 効果）

が起こる条件（光の強度、励起エネルギー）について調

べた。具体的には、高純度半導体単層 CNT を用いた

ITO/PEDOT-PSS/半導体 CNT/LiF/AL の太陽電池を作

製し、短絡電流密度（Jsc）、開放電圧（Voc）、変換効

率などの光強度の依存性を調べた。その結果、入射光強

度が一定の値を超えると Jsc、Voc、変換効率が4倍以上

に増加する現象が観測された。 

Ⅱ-3-1：強相関材料ボトムセルの開発 

 多数のナローギャップ半導体を与え、ボトムセル用半

導体として有望な有機系の強相関材料に関し、光電変換

の高効率化を目標とする以下の研究に取り組んだ。１．

単結晶薄膜化を可能にする材料の層状結晶性の向上のた

め、長鎖アルキル置換した各種アクセプター分子を合成

した。また C8-BTBT と TCNQ 誘導体からなる分子化

合物を開発し、パイ電子分子化合物層がアルキル鎖層で

挟まれた構造を持つ薄層単結晶を得ることに成功した。

２．得られた（C8-BTBT）（TCNQ）について、強相関

材料に特有な電荷移動吸収帯を確認するとともに、電

子・正孔いずれも高いキャリア移動度（>0.1 cm2/Vs）
を確認することに成功した。３．前記の（C8-BTBT）

（TCNQ）について、共蒸着法における製膜条件の最適

化により化合物薄膜の形成を確認することに成功した。

さらに製膜の制御性を向上させるため、ガスデポジショ

ン法による薄膜成長制御法の開発に取り組んだ。 

Ⅲ-2-1：化合物系トップセルの開発 

 固体ソース分子線エピタキシー法（MBE）を用いた

InGaP 成長技術のさらなる高度化を行い、バンドギャ
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ップ1.9eV で変換効率12.8%（ARC 無）を得た。また

世界で初めて固体ソース MBE により InP 基板上に

InGaAsP 太陽電池を作製し、変換効率7.6%（ARC
無）を得た。これらの技術を用いて作製した GaAs 上

の InGaP/GaAs タンデムトップセルと InGaAsP ボト

ムセルをⅠ-1-1で開発したスタック技術により接合し、

固体ソース MBE として初めて、開放電圧2.66V、変換

効率25.6%の高性能セルを作製した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］薄膜多接合太陽電池、高度秩序構造、メ

カニカルスタック太陽電池、ナノ粒子、

光マネジメント技術、多重エキシトン生

成、二光子利用技術 

 
［研 究 題 目］発電量評価技術等の開発・信頼性及び寿

命評価技術の開発 

［研究代表者］菱川 善博（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］菱川 善博、増田 淳、土井 卓也、 

加藤 和彦、高島 工、猪狩 真一、 

大谷 謙仁、大関 崇、津野 裕紀、 

石井 徹之（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

① 太陽電池性能評価・校正技術（AIST） 

a. 太陽電池性能評価技術 

(ⅰ)太陽電池実効性能評価技術の研究開発 

 光照射効果を含めた性能評価について、a-Si 系、

タンデムについて屋外での実証測定を開始した。

CIGS についてもサンプルの選択等の準備を実施した。

併せて屋内における CIGS モジュールの光照射効果

について、光照射時の照度温度の依存性を検討した。

アモルファスおよびタンデムに比べて変化率が小さく

照度への依存性も比較的小さく、影響定量化の目処を

得た。北杜システムの継続モニタを実施した。 

(ⅱ)屋外高精度性能評価技術の研究開発 

 日射変動の影響が屋外での高精度な性能評価に及ぼ

す影響を実測して定量的に解析した。日射モニタとし

て PV モニタセルの使用（必要に応じスペクトルミス

マッチ補正）、および測定時間を約200ms 以内とする

ことにより、高再現性かつ高精度測定が可能である目

処を得た。測定再現性±2%以内を達成した。モジュ

ール温度高精度測定について、前回報告した温度セン

サ貼り付け材（カプトン、Al）、の影響を考慮に入れ

て屋外測定と屋内測定の整合性を検証中。有限要素法

による数値シミュレーションの準備を行った。 

(ⅲ)各種新型太陽電池性能評価技術の研究開発 

 欧米アジアおよび国内の PV 評価機関との比較測定

を実施し、国際的整合性の確認、課題・要素技術の抽

出および成果実用化を図った。NEDO 開発品、新型

太陽電池等（集光型を含む）の高精度性能測定約80件

を予定通り実施した。その中で新型太陽電池に対して

も、パワー定格評価への応用を想定して、温度照度ス

ペクトル効果を考慮した性能評価の実施を開始した。

多くの新型太陽電池評価を進める中で、今後の技術課

題として新型結晶 Si 太陽電池ベアセルの評価、化合

物太陽電池の一部に見られる早い光照射／アニール効

果、角度依存性の定量的検証等が重要であることを明

らかにした。JIS6件、IEC7件の標準化に関して案作

成、海外との議論等、技術的に貢献した。 

b. 基準太陽電池校正技術 

(ⅰ)精密構造型 WRR 絶対放射計測技術および超高温定

点黒体炉計測技術の研究開発 

 絶対放射計を用いた太陽電池構成技術について、位

置あわせの精度と、精度向上のための受感部の感度の

均一化の定量的検討を行った。 

 超高温定点黒体炉計測技術に最適化した絶対分光放

射計測技術開発を行った。具体的には、測定レンジを

考慮した各種センサのリニアリティ評価に基づく選定

や、短焦点距離かつ高波長分解能で設計した分光器の

光線追跡による評価等である。 

(ⅱ)絶対分光感度法による一次校正技術に関する研究開

発 

 ソーラシミュレータ法との比較を行うため、均一性

を維持した状態で定照度制御したバイアス光可変技術

を開発し、キセノンランプとハロゲンランプを光源と

する従来型の分光感度想定装置を用いた DSR 法（絶

対分光感度法）による一次校正を可能として不確かさ

の推定に着手した。また、均一照射光学系と絶対分光

感度計測制御機能を、既開発の可視域から紫外及び赤

外波長に拡張し、レーザ励起光源と SC レーザ光源、

絶対分光感度特性を測定するための5波長の基準レー

ザ光源の組み合わせにより、このシステムによる絶対

分光感度測定環境が構築できた。 

② 発電量推定と予測技術（AIST、JWA、GU、UT、
MRI） 

a. 発電量定格技術 

(ⅰ)発電量定格方式の研究開発（AIST） 

 産総研九州センターにおいて計測している、8種10

型式各5kW の太陽電池アレイ発電量計測システムの、

2013年における年発電量の調査を継続して行った。ヘ

テロ接合型太陽電池の室内測定を現場で高精度に測定

するために、現状のショートパルス（100ms）をマル

チパルス化して見かけ上最大1500ms のパルス幅で測

定できるようにソーラシミュレータを改造した。防草

対策を行った。5kW の CIGS 太陽電池アレイを新規

導入した。 

（通常型）結晶シリコン太陽電池は、室内測定出力、

傾斜面日射強度、モジュール裏面温度、傾斜面分光日

射強度より推定される推定発電量と、屋外 I-V 曲線よ

り算出される実測発電量の比較により、推定精度が±

3%以内であることを検証した。ただし、ヘテロ接合
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型太陽電池については上記のソーラシミュレータ改造

の結果を合わせて引き続き検証する。CIGS 太陽電池

にみられる光照射効果や、薄膜シリコン太陽電池にみ

られる光照射・熱アニール効果の影響の評価は、プレ

コンディショニング時間の再定義や欠陥密度分布の時

間発展モデルによる評価手法を導入し、推定精度の向

上が必要なことを明らかにした。有機系太陽電池の実

証試験を実施中。 

 集光型太陽光発電（CPV）に特有な各種アライメ

ントについて評価する手法を開発した。追尾誤差及び

風による追尾架台0.1°のミスアライメントが4%～の

出力低下を引き起こし、性能を決定づける支配的な要

因であることを実証的に明らかとした。またアライメ

ント検査は、システム導入後の検収項目として重要で

あり国際標準化を進めている。気象・環境条件による

CPV アレイの性能分類評価を行った。温度依存性・

スペクトル効果・その他（アライメント、汚れ等）に

分類評価の結果、アライメント効果に次いでスペクト

ル効果が支配的要因であることを明らかとした。さら

にアライメント変化と経年劣化の複合的な要因による

出力低下（年変動）を確認し、従来の PV とは異なる

性能変化を見出した。 

b. 発電量予測技術 

(ⅰ)分散・広域発電量推定技術の研究開発（AIST） 

 PV システムの発電予測における、予測された気象

パラメータおよび日射データを発電出力に変換する技

術開発の検討を行った。今年度は、特に広域予測につ

いて検討を行い、前年度約8ケースの広域予測手法が

あることを整理したケースの中から、以下の4ケース

について比較検討を行った。 

 ・全数計測 

 ・数か所からのサンプリング計測 

 ・合計発電データあり 

 ・日射予測から傾斜・方位分布による推定変換 

 全数計測をベースとした場合、各種ケースにおいて

大きな差はないが、サンプリング計測が良い結果を示

した。 

(ⅱ)気象パラメータ予測技術の研究開発 

 発電予測には、予測値そのものに含まれる誤差だけ

でなく、予測値の誤差幅（信頼区間）も重要である。

そこで、2010年について MSM で前日に予測された

日射量（1時間平均値）に含まれる誤差幅を季節ごと

に各時刻について評価し、信頼区間を示すヒストグラ

ムを作成した。最も少なくこの信頼区間を東電管内に

おいて同期間で作成すると、信頼区間の幅は均し効果

によって最大で32%狭くなる結果が得られた。RMSE
についても、新しいモデルを用いると、5月を除くす

べての月において現行のモデルよりも RMSE が小さ

くなっており、通年では約5%減少する結果となった｡

以上から、部分凝結雲の新しいモデルは予測日射量の

精度向上に大きな効果があることがわかった。 

 

Ⅱ）信頼性評価技術と長寿命化技術の開発 

① モジュール・機器耐久性評価技術 

b. 新規信頼性試験方法の開発 

(ⅰ)新加速試験技術の研究開発 

（ａ）新規加速試験法として、4点の機械式曲げ荷重

方式の試験を実施し、25℃における試験では、ガラス

面からの荷重によりセルクラックは発生するがインタ

ーコネクタ破断は発生せず、一方、バックシート面か

らの荷重によりインターコネクタ破断は発生するが、

セルクラックは発生しないという排他的特徴の活用も

示唆された。TC 試験における故障モードとの比較を

行った結果、セル割れの部位・形状に差異があること

が確認された。 

（ｂ）新規加速試験法として、光照射（UV）と他因

子（DH）の組合せ試験を実施し、白色 LED 照射と

DH の交互試験では、計3500h で Pmax は2～10%低

下し、紫外 LED 照射と DH の交互試験では、計

3500h で Pmax は3～13%低下すること、いずれも EL
画像でも劣化を確認できた。 

（ｃ）順方向・逆方向電圧電流サイクリック試験を継

続した。 

（ⅱ）モジュール内水蒸気浸入経路調査方法の研究開発 

 水蒸気との反応で反射率が変化するカルシウムを構

成部材の各界面に蒸着したテストモジュールを試作し

た。紫外光硬化樹脂を用いることで、有機系太陽電池

用に適した、水蒸気透過率が低く封止性能の高いテス

トモジュール構造を確立した。テストモジュールに用

いる内部ガラスの薄肉化により、端部紫外光硬化樹脂

層の深部硬化性を改善することに成功した。その結果、

高温高湿試験条件下（85℃、85%RH）において、従

来のテストモジュールよりも一桁高い水蒸気バリア性

を達成した。 

 有機系太陽電池用疑似モジュール内への水分浸入量

を定量化するため、疑似モジュール内のカルシウム膜

厚の反射率変化から検量線を作成し、最終目標である

10-5 g/m2day 台の水蒸気の浸入を検出可能なモジュ

ール内水蒸気浸入経路調査方法を確立することができ

た。 

 結晶系太陽電池に関しては、カルシウム膜を用いた

テストモジュールに対して、屋外曝露ならびに高温高

湿試験を施し、、屋外曝露に対する高温高湿試験の加

速係数は、端面からの水蒸気浸入に対しては15～30倍、

裏面材からの水蒸気浸入に対しては8～25倍となるこ

とを明らかにした。 

② システム点検技術 

a. オンサイト発電性能点検技術 

 システム点検技術に関して、線形内挿法の適用につ

いて検討を行った。実アレイの IV カーブを約3週間
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程度取得し、その中から4つの IV カーブを選択する

基準について検討を行った。日射変動、高日射、低日

射における Isc 差や温度差などを考慮して選択を行う。

左図は選定し tIV から推定した tIV における Pmax
推定結果例である。また、複数の4つの IV を選択で

きることから、組み合わせによる屋内モジュール IV
データを利用した推定発電電力の分布より STC を推

定する方法を提案した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、環

境、性能評価、信頼性評価、システム 

 
［研 究 題 目］太陽エネルギー技術研究開発／革新的太

陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池

国際研究拠点整備事業）／高効率集光型

太陽電池セル、モジュール及びシステム

の開発（日 EU 共同開発）／集光型太陽

電池セル、モジュールの標準測定技術の

開発（WP4） 

［研究代表者］菱川 善博（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］菱川 善博、大谷 謙仁、高島 工 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

① 高照度パルス光源（屋内評価用ソーラーシミュレー

タ）による集光型太陽電池セル高精度評価 

 昨年度までの成果を基に集光倍率（約40suns～
700suns）によって分光放射照度の面内均一性が異な

る効果を考慮にいれて基準セル法による性能評価を実

施することにより、集光下での測定再現性を検証した。

約200sun での予備的実験では、0.5%以内の再現性を

得た。以下のラウンドロビン測定の成果も併せ、最終

目標である±0.5%以内を達成する見込みである。 

② EU 研究機関（Fraunhofer ISE）と、昨年度から合

わせて3サンプルでのラウンドロビン測定を行った。2

種 類 の 代 表 的 な 集 光 型 3 接 合 太 陽 電 池 セ ル

（GaInP/GaAs/Ge, GaInP/GaAs/InGaAs）の性能パ

ラメータについて、照度1sun 下では絶対値1.8%以内、

集光下では相対値2～5%以内の一致を確認。Isc の線

形性の確認も行った。差の要因の一つとして考えられ

る分光放射照度等について詳細な評価・解析を実施す

ることでさらなる高精度化を進めている。 

２．集光型太陽電池ミニモジュール（集光型太陽電池セ

ル＋集光光学系）性能評価技術 

① 高平行度定常光光源（屋内評価用ソーラーシミュレ

ータ）による性能評価 

・Pmax と Isc の角度依存性が異なっており、角度依存

性の定義に FF の変化も含めて考慮することが重要で

あることを屋内測定により明らかにした。屋外におけ

る周辺光の影響の可能性があることを明らかにした。 

② 集光型3接合太陽電池ミニモジュールについて、屋

外屋内測定の比較および欧州研究機関との屋外測定比

較（継続中）による精度検証を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、1

環境、性能評価、集光型、信頼性評価、

システム 

 
［研 究 題 目］太陽エネルギー技術研究開発／太陽光発

電システム次世代高性能技術の開発／

CZTS 薄膜太陽電池の高効率化技術の研

究開発 

［研究代表者］太陽光発電工学研究センター 

［研究担当者］仁木 栄、柴田 肇、反保 衆志 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の化合物薄膜太陽電池用材料として、希少金属

を含まないために安価に製造でき、かつ高い変換効率が

期待できる CZTS（Cu2ZnSnS4-xSex）が注目されてい

る。本研究の目的は、これまでに CIGS 系薄膜太陽電

池の高効率化に大きく寄与した Na 効果、禁制帯幅のダ

ブルグレーディング効果（深さ方向の組成分布）、溶液

成長バッファ層による効果を CZTS 系太陽電池におい

て検証し CZTS 薄膜太陽電池に最適なデバイス構造と

プロセスを確立し高効率化実現を目指すことである。 

 2013年度は、2012年度に構築した元同時蒸着装置を用

いて、x＝4である CZTSe の薄膜を製膜し、それを Se
もしくは SnSe2の蒸気の中で熱処理を行うという方法に

より、CZTSe 太陽電池を作製した。実験の結果として、

CZTSe 太陽電池の特性は、熱処理温度に大きく依存す

ることが明らかとなり、熱処理温度が550℃のときに

8.5%という高い変換効率を得ることができた。またそ

の理由も、熱処理温度を高くすることによって結晶粒の

大きさが増大するためであることを明らかにした。熱処

理温度が550℃を越えると、変換効率は逆に低下するが、

その理由は薄膜が再蒸発を起こすためであることも明ら

かとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、化合物半導体、CZTS 
 
［研 究 題 目］生活支援ロボット実用化プロジェクト、

生活支援ロボットの安全性検証手法の研

究開発 

［研究代表者］大場 光太郎（知能システム研究部門） 

［研究担当者］大場 光太郎、本間 敬子、中坊 嘉宏、

尾暮 拓也、藤原 清司、花井 亮、 

松本 治、安達 弘典、堀内 英一、 

加藤 晋、岩田 拡也、橋本 尚久、 

角 保志、Geoffrey BIGGS、 

安藤 慶昭、原 功 

（常勤職員16名、他3名） 
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［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、介護・福祉、家事等の生活分野への適

用が期待されている生活支援ロボットの中でも産業化が

期待されるロボットとして、移動作業型（操縦が中心）、

移動作業型（自律が中心）、人間装着（密着）型、搭乗

型の4タイプを対象に研究開発実施者と密接に連携しな

がら機械・電気安全、機能安全等に係る試験を行い、安

全性等のデータを取得・蓄積・分析し、具体的な安全性

検証手法を確立することを目的としている。以下に本プ

ロジェクト最終年度に産総研で実施した研究内容につい

て報告する。 

① リスクアセスメント手法の開発 

 生活支援ロボットの安全性に関するデザインレビュ

ーを行うために必要なシミュレーション環境について、

前年度計画の技術評価結果に基づき、ロボット想定ユ

ーザの拡充などの改良を実施した。これにより、パー

ソナルコンピュータの計算上で生活支援ロボットの事

故を仮想的に引き起こして任意の視点から可視化し、

リスクを評価できるようになった。 

② 機械・電気安全、機能安全等ロボットの安全性試験

評価方法の開発 

 前年度に修正を行った試験・評価手法および評価指

標に基づいて、ロボット研究開発実施者のロボットの

評価試験を再度実施し、試験・評価手法及び評価指標

の妥当性を確認した上で、試験方法、試験手順及び評

価基準を確定した。その結果を、試験・評価手法およ

び手順書案に反映した。引き続き提供されたロボット

を用いた試験を実施し、さらには、既存試験装置の改

良などを実施した。 

 機能安全に関しては、機能安全技術基準への適合性を

明示するための論拠手法（生活支援ロボットにおけるセ

ーフティ・ケース等）を開発した。具体的には、ロボッ

ト研究開発実施者の全タイプのロボットでの有線通信の

調査結果に基づき、各ロボットの通信システムを模擬し

た CAN バスと TTP 通信用試験評価システムを用いた

テストベッドでの適用実験を元にして試験方法を確立し

た。さらに、搭乗型ロボットの安全関連制御系を題材と

して、機能安全システムの模擬開発を実施した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］生活支援ロボット、安全、認証、機械安

全、機能安全 

 
［研 究 題 目］パーソナルモビリティのスマートシェア

リングシステムに関する研究開発 

［研究代表者］松本 治（知能システム研究部門） 

［研究担当者］松本 治、橋本 尚久、富田 康治 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 立ち乗り型のパーソナルモビリティのシェアリング事

業を、公道上を含む市街地において大規模展開した場合、

人の流れが変わることによる各種交通機関や商業施設等

に及ぼす影響なども含めて、効率的な人の流れの管理や

インフラの最適配置を事前に予測することなどが重要で

ある。そのため、屋内外シームレス移動可能で、かつ乗

り捨てを特徴とするパーソナルモビリティ（以下、

PM）のシェアリングシステムを対象とした、人の流れ

のミクロ・マクロシミュレータを構築することを目的と

している。 

① 実証データ取得・解析とシミュレータでの利用 

 ミクロ・マクロシミュレータに利用するための実証

実験の遂行、及び実証実験から得られた実験データの

分析を行った。実証実験では、三つの公道環境下（産

総研-つくば駅間、研究学園駅-ショッピングモール間、

研究学園駅－つくば市役所間）において PM を用い、

PM から得られる走行データ（速度、ふらつき、ヒヤ

リハットなど）や被験者からアンケートデータを取得

した。本実験により、総距離約230km、被験者30名に

よる100回乗車分の公道実証実験データを得ることが

できた。すべてのデータ分析の結果、本実験期間にお

いて、事故や怪我、事故に直結する重大なヒヤリハッ

トは確認されず、PM の一定の安全性を示すことがで

きた。 また、シミュレータで活用するための、個人

や走行環境などに依存する速度、ふらつきなどの走行

データを、車速センサ、加速度計、レートジャイロ、

GPS 等により取得することができた。 

② シミュレータ開発 

 利用者のモビリティ利用行動をモデル化し需要予測

を行うための行動モデルシミュレータと、パーソナル

モビリティと歩行者の相互作用を検討するためのミク

ロシミュレータの2種類について開発を行った。行動

モデルシミュレータは、台数制限があり乗り捨て可能

であるという PM シェアリングの特性を反映した移

動行動をシミュレートする。ネスティドロジットモデ

ルで利用者の行動をモデル化し、上記実験のデータに

基づくパラメータを用いた。ミクロシミュレータに関

しては、独 PTV 社の交通シミュレーションソフトウ

ェア VISSIM をベースとしてプロトタイプを構築し

た。行動モデルシミュレータでは、PM 移動速度や台

数、充電ステーションの数や PM 収納台数などを変

化させることで、人流予測やステーションの最適配置

などに使用可能であることを確認した。ミクロシミュ

レータでは、歩行者の追い抜きやすれ違いなど、人混

在環境での安全性評価ができることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］パーソナルモビリティ、搭乗型ロボット、

シェアリング、交通シミュレータ 

 
［研 究 題 目］社会課題対応センサーシステム開発プロ

ジェクト（研究開発成果等の他分野で

の先導研究）／鳥インフルエンザウイ
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ルス監視システムの開発 

［研究代表者］粟津 浩一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］粟津 浩一、藤巻 真、芦葉 裕樹 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 鳥インフルエンザウイルスの家禽や家畜への感染が確

認されれば、現在の対策は家畜伝染病予防法に基づき広

範囲にわたる殺処分を行うことになっている。さらに鳥

インフルエンザは動物だけの問題では済まなくなってき

ている。1997年、香港で本来人間に感染することはない

とされていた高病原性 H5N1型鳥インフルエンザが人間

に感染した。このウイルスの子孫と考えられるウイルス

による人への感染が2003年より現在まで続いている。そ

こで鳥インフルエンザ発生時の被害を最小限に食い止め

るため、鶏舎に設置するインフルエンザセンサを開発し

た。量産化に適している金型成型法によりガラス製光学

部品（流路一体型 V 溝プリズム）の試作を行い、光学

特性を評価した。鶏舎模型を作製して、ネブライザーに

よりウイルスを発生させて検出試験を行い、センサの検

出感度、有効性を評価した。鶏舎模型内に散布したウイ

ルスを、ゼラチンフィルターを用いて捕獲し、試作した

流路一体型 V 溝プリズムを用いて作製した表面プラズ

モン共鳴励起蛍光増強を利用したバイオセンサを用いて

検出を行ったところ104pfu/mL のウイルスの検出に成功

した。  

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］センサ、表面プラズモン、光検出、畜産

業、農業 

 
［研 究 題 目］革新型蓄電池先端科学基礎研究事業／

革新型蓄電池先端科学基礎研究開発 

［研究代表者］辰巳 国昭 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］辰巳 国昭、栄部 比夏里、竹内 友成、

松本 一、鹿野 昌弘、小林 弘典、 

佐野 光、作田 敦、蔭山 博之、 

城間 純、香山 正憲、秋田 知樹、 

田中 真吾、窪田 啓吾、藤原 直子、

五百蔵 勉、永井 つかさ、田口 昇、

森垣 健一、菊園 康雄、太田 静生、

松本 亮子、横田 秀則、仁居 俊勝、

奥本 めぐみ、吹谷 直美 

（常勤職員17名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、革新型蓄電池先端科学基礎研究事業の研究

開発項目の一つである「材料革新」について、リチウム

イオン電池のエネルギー密度の向上並びに長寿命化・高

度信頼性の同時達成のための高電位正極および高容量負

極の材料の革新に資する指針の提案を示すものである。 

 平成25年度は、革新的にエネルギー密度の高い電池の

構築を目指し、京大拠点の革新電池グループと連携して

硫黄系正極材料の開発と亜鉛空気電池の空気極の開発に

取り組み、合金負極の開発も行った。さらに前年度に選

定した被覆材料（LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2母材を中心

に）および被覆手法により被覆した正極材料につき、引

き続き被覆効果の検証と、正極／電解質界面での副反応

抑制機構の解明を目標とした。 

 硫黄系正極材料として、硫黄含有量を極力増やした金

属との複合化物の合成を行い、非晶質のチタンの硫化物

に加え、ニオブでも非晶質硫化物を形成し充放電可能で

電圧範囲の制御により高容量かつ多硫化リチウムの溶出

の殆どないことを見出した。空気電池用空気極について

は、炭素に代わる耐酸化性担体としてアンチモンドープ

スズ酸化物を取り上げ、ペロブスカイト型酸化物触媒と

の複合化を検討した結果、炭素担体を用いた従来触媒と

同等の初期活性を得ることに成功した。合金負極につい

ては有限要素法による計算を行い、充放電中にクラック

が生じない電極構造の設計を決定した。正極／電解質界

面の高度安定化に関しては前年度までに検討していた湿

式法での被覆量低減と最適化を進め、同時に分光学的・

電気化学的手法で被覆の効果発現メカニズムを詳細に調

べた。この結果初期容量のロスがほとんどなく高電圧充

電を行っても劣化抑制が可能な条件を見出し、表面状態

との相関を把握した。また分析電子顕微鏡を駆使し、

Co 共存下での正極活物質粒子内の Li 濃度のマッピング

を EELS スペクトルの解析により行い、被覆の効果が

粒子内部に及ぼす影響を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウム電池、リチウムイオ

ン電池、革新電池、正極、負極、界面、

自動車、硫黄、空気電池 

 
［研 究 題 目］高速合成・評価法による蛍光ランプ用蛍

光体向け Tb，EU 削減技術の開発 

［研究代表者］赤井 智子 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］赤井 智子、三原 敏行、山下 勝、 

木内 美紀子、松本 佐智子、 

今村 俊徳、村上 方貴、重田 照明、

義本 徳子、今野 可菜絵 

（常勤職員3名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発においては、蛍光ランプの蛍光体に用いら

れる Tb, Eu の使用量を低減することを目的として蛍光

体の使用量を低減させるガラス部材及び廃蛍光体の分

離・再利用技術の研究開発を行う。まず、蛍光ランプの

シリカ保護膜を発光させることで光束を向上させ、蛍光

体の使用量を低減することを目的として発光シリカを作

製した。本年はナノシリカを基材として Zn2SiO4:Mn
をシリカ粒子間に析出させると塗布性に優れた高輝度蛍
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光シリカとなることを見出した。このシリカを用いて保

護膜と蛍光体を重ね塗りしたところ、蛍光体の使用量を

低減しても光束が向上することが明らかになった。同等

量の蛍光体あたりの光束に換算したところ30%以上向上

していた。また、ガラス管上に凹凸構造を作製すること

でガラスからの取り出し効率を向上させて蛍光体の使用

量を低減させることを目的としてガラス上に凹凸構造を

塗布する方法を開発した。昨年度までにナノインプリン

トフィルムを鋳型に用いてシリカゲルの凹凸構造を作製

する方法を開発していたが、本年度はガラス管の曲面に

転写する方法を開発した。その方法を用いて蛍光体に塗

布したランプ管に凹凸膜を作製するとの光束を測定する

と最大3～4%向上することが明らかになった。以前の共

同研究先のランプ光束と蛍光体の塗布量の結果と比較す

ると、この膜を使用することで蛍光体の塗布量を10%以

上低減できること推定された。また、蛍光体の分離・再

利用については共同研究先から入手した市中回収品から

緑色蛍光体（LaPO4:Ce, Tb）を分離し、それを用い

て三波長蛍光ランプを試作した。その結果、新品を用い

た場合と比較して99%の値を示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］蛍光体、希土類、ナノインプリント、蛍

光、シリカ 

 
［研 究 題 目］固体高分子形燃料電池実用化推進技術開

発／研究開発項目①「基盤技術開発」 

テーマ b 定置用燃料電池システムの

低コスト化のための MEA 高性能化 

②高濃度 CO 耐性アノード触媒開発 

［研究代表者］山﨑 眞一 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］山崎 眞一、城間 純、前田 泰、 

朝日 将史、五百蔵 勉 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、定置用固体高分子形燃料電池用の耐 CO
アノード触媒、特に高濃度の CO に対応するアノード触

媒の開発を目指した。このための方法論として、CO を

電気化学的に酸化できる触媒を白金ルテニウム系アノー

ド触媒に加えることにより、白金ルテニウム粒子周囲の

CO 濃度を下げることを試みた。我々は、この目的のた

め、CO を低過電圧で電極酸化できるロジウムポルフィ

リン錯体を開発し、この錯体と白金ルテニウム触媒とを

複合化させた。ここでのポイントは、ロジウムポルフィ

リンが白金ルテニウム粒子に吸着し、その表面積を低下

させてしまうことである。そこで、本年度はこのような

吸着が起こりにくい分子の設計と、最適複合化方法の検

討を行った。 

 ロジウムポルフィリン存在下での白金ルテニウム粒子

の電気化学活性表面積の低下割合を CO ストリッピング

法により測定し、錯体が白金ルテニウム触媒を被覆する

程度を調べた。この結果、白金ルテニウム粒子の被毒の

されやすさは、配位子構造に強く依存することが見出さ

れた。また、ある種の置換基を持つ錯体が白金ルテニウ

ム粒子に強く吸着することもわかった。そこで、白金ル

テニウム粒子より、担体であるカーボンブラックに吸着

しやすいロジウムポルフィリン錯体を合成した。この錯

体を白金ルテニウム触媒に担持した複合触媒においては、

ポルフィリン錯体による白金ルテニウム触媒の被毒が抑

制されることがわかった。 

 一方で、調製プロセスにおいても、ロジウムポルフィ

リン錯体の白金ルテニウム粒子上への吸着が起こりにく

い担持方法を検討した。ポルフィリン錯体の吸着は、溶

媒や錯体投与条件によって影響を受けることが考えられ

る。そこで、これらの条件を最適化することにより、ロ

ジウムポルフィリンの白金ルテニウム粒子への吸着が起

こりにくい触媒調製法を見いだした。この新規な触媒調

製法においては、ロジウムの使用量も低減することが可

能である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］耐 CO アノード触媒、ポルフィリン、燃

料電池 

 
［研 究 題 目］省エネルギー革新技術開発事業／実用

化開発／GaN DC 系電力変換デバイスの

研究開発／GaN デバイス高性能モデリ

ング技術に関する研究 

［研究代表者］清水 三聡（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］清水 三聡、井手 利英、沈 旭強、 

鍛冶 良作（知能システム研究部門） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 GaN（窒化ガリウム）を用いたパワーデバイスは、

Si（シリコン）を用いたパワーデバイスよりも低損失化

が可能である。特に、 AlGaN/GaN HEMT （ high 
electron mobility transistor）は、高速動作が可能であ

ることから、それを用いれば、市場の大きい家電製品な

どに用いられる AC アダプタや、コンピュータの DC 電

源などの受動部品の小型化が可能となり、回路の低価格

化などが期待できるため、世界的に注目を浴びている。 

 本テーマでは、パナソニック株式会社と共同で、

AlGaN/GaN HEMT を DC-DC 変換回路へ応用する場

合に必要となる技術開発を行っている。産総研では、回

路の設計技術に必要となる高性能なモデリング技術の研

究を行った。実際の応用の場合には、ノイズを抑制する

必要があり、高性能なモデルを用いてノイズの発生原因

などを特定することに成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］GaN、パワーデバイス 



研 究 

(536) 

［研 究 題 目］極限シリコン結晶太陽電池の研究開発

（銅ペーストの研究開発） 

［研究代表者］鎌田 俊英（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］徳久 英雄、伊東 宇一、吉田 学 

（常勤職員3名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 結晶シリコン太陽電池の低コスト印刷製造を実現する

技術として、その電極構成部材としての低温焼結型銅合

金ペーストを利用して、その印刷製造技術を開発してい

る。これは、最近の世界的な需要拡大や太陽電池普及の

急拡大などによりペースト材料である銀の価格が高騰し

ているため、現行の銀ペーストを用いる技術から低価格

材料への転換の実現を可能とするものであり、太陽電池

のさらなる低コスト化が期待できる。 

 平成25年度では、スクリーン印刷用銅ペーストから作

製される銅電極の太陽電池性能に及ぼす効果、影響を検

討するために、従来型太陽電池に応用するための技術開

発及び性能評価を行った。 

 まず、従来型結晶シリコン太陽電池の表面バスバー電

極への導入を検討した。バスバー電極は、太陽電池表面

の反射防止絶縁膜（SiNx）を貫通する必要はなく、低

温焼成型の銅ペーストをそのまま導入し、太陽電池性能

を調べることが可能である。その結果、初期性能におい

て、樹脂銀ペーストと同等であることを確認した。 

 次にフィンガー電極への応用について検討を行った。

フィンガー電極では、現行銀との置き換えのためには、

ライン抵抗率＜5µΩcm、接触抵抗率＜5mΩcm2の性能

が要求される。また、ガラスフリットを含まない低温焼

成型の銅ペーストを利用するためには、表面の絶縁膜を

パターン除去できるエッチング技術が必要となる。今年

度は、添加物を含むエッチング技術を開発し、ガラスフ

リットを含まない金属ペーストを用いても低接触抵抗率

を達成することができた。さらに、印刷＋メッキ技術を

開発することにより、低ライン抵抗率な銅電極の作製に

成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］銅ペースト、太陽電池、スクリーン印刷 

 
［研 究 題 目］銅ペースト量産化技術と試験・評価方

法に関する研究開発 

［研究代表者］徳久 英雄（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］徳久 英雄、伊東 宇一、吉田 学 

（常勤職員3名、他2名） 
［研 究 内 容］ 

 本提案の太陽電池低コスト化のための銅ペースト事業

化において、銅ペーストの試験・評価方法の開発を実施

する。 

新しく市場に銅ペーストを太陽電池用電極として導入

するためには、信頼性を十分に証明できる試験・評価方

法を開発する必要がある。平成25年度は、銅ペーストの

太陽電池性能評価のために従来型太陽電池のバスバー電

極として導入し、環境試験を行い、耐久性を検討した。

また、印刷により作製された銅電極のシリコン基板への

耐拡散性を評価するために電流－電圧（IV）特製の変

化による評価法を検討した。 

バスバー電極に開発した銅ペーストを導入し、耐久性

を検討した。その結果、ダンプヒート試験（85℃、

85%RH 環境下、2500時間）、温度サイクル試験（‐

40℃－85℃、400サイクル）のいずれにおいても、初期

性能をほぼ維持し（＜5%）、厳しい環境試験下での耐久

性を確認することができた。 

銅／シリコン界面のショットキー障壁を利用し、銅の

拡散による電気特性変化を観察し、蒸着により形成した

銅電極において200℃加熱前後でのリーク電流変化によ

り銅の拡散が検出可能であること確認した。それを用い

て、印刷により形成した銅電極の加熱前後の変化をみた

ところ、400℃近く加熱を行っても顕著なリーク電流が

認められなかった。これは、ペーストに含まれる樹脂が

バリヤ層として働いているものと考えられる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］銅ペースト、太陽電池、スクリーン印刷 

 
［研 究 題 目］固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術

開発／次世代技術開発／マイクロ SOFC
型小型発電機 

［研究代表者］藤代 芳伸 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］藤代 芳伸、鷲見 裕史、山口 十志明、

鈴木 俊男（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

マイクロ SOFC 部材の小型発電機への適用を想定し、

量産化に向けた小型のマイクロチューブ製造手法を確立

するとともに、起動特性、温度依存性、燃料ガス組成に

よる影響等を検証する目的で、急速起動が可能で繰返し

起動に対して耐久性のある市販カートリッジガス（主成

分ブタン）を燃料としたマイクロ SOFC システムによ

る小型発電機技術の開発を進めている。今年度は、産総

研で開発したブタンガス燃料の低温・急速起動形マイク

ロ SOFC 技術により、実際の作動条件を想定し、連続

100時間での電圧降下が10%以内で初期特性として問題

が無い事を確認した。さらに、低温でのダイレクトブタ

ンでの発電が可能なセル製造を連続的に製造可能な押出

製法や積層コーティング技術、及び共焼成最適条件等の

セラミックスプロセス技術をプロジェクト内のセラミッ

クメーカー等と協力して構築した。また、発電スタック

製造での固定マニホールドの材質、形状に関する検討や

セルチューブ間の結線手法等を開発し、セル間での発電

性能のバラツキや繰返し起動に対して耐久性の見込める
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セルスタックの基本構造を確立させ、プロジェクト内の

セットメーカーと連携し、急速加熱が可能な簡易型の加

熱炉を構築した。さらに、セルの発電寿命を伸ばす目的

で、事前改質を組合せた試験条件等での発電性能を検証

し、発電に適した改質ガス（C2以上が0%）を炭素析出

させることなく得ることができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］燃料電池、小型発電機、電気化学、エネ

ルギー部材製造技術 
 
［研 究 題 目］水素利用技術開発事業／燃料電池自動車

及び水素ステーション用低コスト機器・

システム等に関する研究開発/水素ステ

ーションにおける水素計量管理方法に関

する研究開発 

［研究代表者］森岡 敏博（計測標準研究部門） 

［研究担当者］寺尾 吉哉（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池自動車及び水素供給インフラの普及開始・拡

大に備え、水素計量方法や水素ディスペンサーの評価方

法の段階的な基準化・規格化のため、トレーサビリティ

を確保した水素計量技術の開発と技術実証を目的とし、

気体流量国家標準にトレーサブルなマスターメータ法に

よる校正装置の構築及び臨界ノズルの最適化を行うとと

もに、水素計量基準案の策定を目指している。 

 本研究では、ISO9300で規格化された10本の臨界ノズ

ルを基準としたマルチノズル式校正器を整備した。本校

正器に組み込まれている臨界ノズルは気体流量国家標準

設備によって水素ガス実流校正され、トレーサビリティ

が確保されている。さらに、高圧水素用の基準流量計と

して臨界ノズル式流量計の改造と特性評価を行い、流出

係数及び臨界背圧比に関する高圧実在気体特性を確認し

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］水素、気体流量標準、燃料電池自動車、

水素ステーション、取引計量器 

 
［研 究 題 目］早生樹からのメカノケミカルパルピン

グ前処理によるエタノール一貫生産シス

テムの開発 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］矢野 伸一、遠藤 貴士、石川 一彦、

星野 保、美濃輪 智朗、松鹿 昭則、

藤井 達也、石黒 真希、福家 成美、

根冝 香奈子、森田 詩織、下地 良平 

（常勤職員7名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

原料植物栽培からエタノール生産までの一貫製造プロ

セスの構築を目標とする事業の中で、プロセス最適化の

ための前処理、糖化酵素、発酵微生物に関する基盤研究

と、経済性、温室効果ガス（GHG）排出量削減効果に

ついての評価を行った。 

前処理技術の基盤研究では、アルカリ添加水熱と湿式

粉砕を組み合わせた前処理の実験結果から、高い酵素糖

化率を得るためには原料がナノサイズにほぐされて表面

積が増大することが最も重要で、95%以上の糖化率を得

るためには比表面積130m2/g 以上が必要であることを明

らかにした。また酵素糖化性とリグニン量の相関性は低

く、水熱メカノケミカルパルピング処理した原料のリグ

ニンは酵素を吸着しないことがわかった。 

 糖 化 酵 素 に 関 し て は 、 セ ル ラ ー ゼ 高 生 産 菌

Talaromyces cellulolyticus の転写因子の機能解析を行

い、creA 遺伝子がセルラーゼ・キシラナーゼ遺伝子の

発現を抑制すること、xlnR 遺伝子がキシラナーゼ遺伝

子の発現を誘導すること、clbR 遺伝子は発現に関与し

ないこと、aceA 遺伝子がセルラーゼ遺伝子の発現に重

要であることを見出し、この菌の糖化酵素遺伝子の発現

メカニズムを明らかにした。 

発酵に関しては、同時糖化発酵に適した高温性酵母

Issatchenkia orientalis にキシロース代謝能を付与する

ことに成功した。またこの酵母のゲノムライブラリーか

ら、耐酸・耐塩性に関わる遺伝子を取得し、これを

Saccharomyces cerevisiae に導入することで耐酸・耐

塩性を持つ株を作製することができた。 

一貫プロセスにおける経済性と GHG 評価では、既に

開発している解析手法とツールを用いてパイロットプラ

ント運転試験のデータに基づいた解析・評価を行い、開

発目標を達成できるモデルケースを提示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオエタノール、メカノケミカル処理、

エタノール発酵酵母、酵素糖化、プロセ

スシミュレーション 

 

②【その他公益法人】 

［研 究 題 目］高性能蓄電デバイス創製に向けた革新的

基盤研究 

［研究代表者］周 豪慎（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］周 豪慎、松田 弘文、細野 英司、 

大久保 將史、劉 銀珠、北浦 弘和、

岡垣 淳、王 雅蓉、尉 海軍、 

簡 澤浪、王 永慶 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

リチウム酸素／空気電池の開発には；撥水性イオン液

体の主成分とカーボンナノチューブを合わせて、リチウ

ムイオン電導パス、電子電導パスと酸素ガス通過パスが

揃っているゲル型空気極を開発した。また、構造解析で

リチウムイオン電池の正極材料の開発と性能向上には；

超高分解能を持つ電子顕微鏡を用いて、Li（NiCoMn）
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O2-Li2MnO3層状物質の電気化学特性を決定づける原子

構造・電子状態を高度に計測し、 Li2MnO2 と Li
（NiCoMn）O2が超格子的な二相共存することを発見し

た。更に、ナトリウムイオン電池の開発には；O3構造

を有するナトリウム電池の正極 NaTi0.5Ni0.5O2を設計し

て、合成した。放電電圧が約3.0V（vs Na/Na+）、容量

が110mAh/g である、また優れているサイクル特性を持

っていることを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウムイオン電池、正極活物質、リチ

ウム空気電池、ナトリウム電池、新型蓄

電デバイス 

 
［研 究 題 目］「エネルギー貯蔵システム実用化に向

けた水素貯蔵材料の量子ビーム融合研

究」の「水素貯蔵材料の劣化機構解明と

新規軽量材料の探索」  
［研究代表者］中村 優美子 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］Hyunjeong Kim、榊 浩司、 

中村 優美子、榎 浩利、浅野 耕太、 

斉田 愛子（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 
 水素吸蔵合金を利用した定置型エネルギー貯蔵システ

ムの実用化にとって、水素吸蔵合金の水素吸蔵放出サイ

クルの繰り返し耐久性を向上させることは重要である。

そこで、放射光 X 線全散乱、放射光 X 線吸収分光及び

中性子全散乱を用いて、水素吸蔵放出に伴う局所構造変

化を観察することで、特性劣化の因子を抽出し、劣化メ

カニズムの解明に取り組む。 

実施内容： 
 V10Ti35Cr55及び TiFe0.8Mn0.2についてサイクル数の異

なる水素化物を作製し、その局所構造を上記方法にて評

価した。また、今年度は水素雰囲気下での in-situ 測定

のための予備実験を行った。 

年度進捗状況： 
 V10Ti35Cr55では繰り返し数の増加とともに有効水素移

動量は減少した。放射光 X 線全散乱実験から得られた2

体分布関数には、距離相関に依存したピーク幅の拡がり

が観察され、このピーク幅の拡がりと劣化に良い相関が

みられた。距離相関に依存したピーク幅の拡がりは、転

位の蓄積によってもたらされることから、V10Ti35Cr55の
劣化は転位の蓄積に起因すると考えられる。 

 TiFe0.8Mn0.2では圧力組成等温線図のβ水素化物から

γ水素化物への相変態を示す2段目のプラトー圧が繰り

返し数の増加とともに増加した。これは V10Ti35Cr55とは

異なる挙動である。放射光 X 線回折測定の結果、合金

相では水素化サイクルにおいて格子ひずみの蓄積が観測

された。γ水素化物試料には合金相やβ水素化物に起因

した明瞭なピークは見られなかったが、リートベルト解

析のフィッティング結果が良好とは言えなかった。この

ことは結晶構造が既報のものと異なる可能性を示唆して

いる。β水素化物試料では合金相が7～18%含まれてい

た。この第2相である合金相は失活化過程に形成された

ものと確認されたため、β相の結晶構造を精密に解析す

るためには、in-situ 測定を行う必要性がある。そこで、

放射光 X 線全散乱実験ではカプトンを用いたガス導入

セルの開発に成功し、他の合金系で in-situ 測定が実施

できることを実証した。来年度以降 V-Ti-Cr 系及び Ti-
Fe-Mn 系合金で in-situ 測定に挑戦する予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵材料、中性子全散乱、放射光 X
線、構造解析、格子欠陥 

 
［研 究 題 目］平成25年度「エネルギー使用合理化技術

開発等委託費（革新的構造材料等技術開

発（革新炭素繊維基盤技術開発））」    

［研究代表者］羽鳥 浩章（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］羽鳥 浩章、児玉 昌也、曽根田 靖、

吉澤 徳子、入澤 寿平、丸山 勝久、

橘内 稔、常名 美穂子、有馬 住子、

塩田 真澄、山田 裕之 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

炭素繊維（CF）は我が国が世界市場の約7割を占める

国際競争力の非常に強い高付加価値素材であり、省エネ

ルギーや環境保全などの社会的ニーズに応えることが大

きく期待されている。CF を用いた複合材料は、航空機

等で燃費向上のためにすでに実用化されており、今後自

動車を始めとする新たな分野への使用拡大が確実視され

ている。現行の CF 製造方法は、消費エネルギーと CO2

排出量がいずれも鉄の約10倍に達し、生産性も高まらな

いことが大きな課題である。これを解決し、我が国の

CF の国際競争力を維持・強化するために、本研究にお

いては、酸化工程を必要としない全く新しい CF 原料

（前駆体高分子化合物）の探索・設計および合成を行

い、紡糸特性に優れた高分子化合物を開発する。 

本年度は、縮合多環芳香族系ポリマーについて、高分

子構造のチューニングを行い、その炭素化特性を評価し

ながら、最適な候補前駆体ポリマーの探索・設計を行っ

た。その結果、紡糸条件の改良などにより、炭素繊維の

特性として、中間目標である引張弾性率170GPa 以上、

破断伸度1.0%以上を達成することが可能な前駆体を開

発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］炭素繊維、耐炎化、炭素化、ポリアクリ

ロニトリル（PAN）、炭素繊維強化プラ

スチック（CFRP） 
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［研 究 題 目］最先端研究開発支援プログラム 量子情

報処理プロジェクト 

［研究代表者］日高 睦夫 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、永沢 秀一、佐藤 哲朗、 

岩田 比呂志（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 量子力学の中心的概念である量子もつれを用いて、計

測、標準、通信、情報処理技術の4つの分野でこれまで

理論限界と信じられてきた壁を突破することを目標とす

る。この中で超伝導体を量子ビットとして用いた超伝導

量子コンピュータの実現を目標に、スケーラブルに規模

の拡張が可能な集積回路プロセスを用いた超伝導量子ビ

ットの作製技術を開発する。超伝導量子ビット集積化技

術の研究においては、超伝導材料として用いるアルミニ

ウム薄膜を微細加工する技術を確立する。電子ビームリ

ソグラフィと塩素系ガスによる反応性イオンエッチング

を用いて信頼性の高い10nm オーダーの微細加工を実現

する。この技術とジョセフソン接合形成技術と組み合わ

せることで、微小アルミニウム接合で構成される量子ビ

ットを作製する。本年度は、これまでに開発した CMP 
（Chemical Mechanical Polishing）研磨と CHF3ガス

を用いた反応性イオンエッチングを併用した方法の最適

化を進め、直径80nm までの Al/AlOx/Al ジョセフソン

接合が作製可能であることを示した。また、これらの接

合の0.3K における良好な電流電圧特性を確認でき、

0.1m レベルの接合作製技術を確立することができた。

また、パターン幅依存性を解消できる平坦化技術の導入、

微小線幅インダクタンスエレメント作製を可能とする二

重エッチング法の採用により、この Al 微小接合を用い

たトランズモン型量子ビットの作製に成功し、その基本

動作を確認することができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超伝導量子ビット、量子コンピュータ、

微小ジョセフソン接合、アルミニウム、

集積回路プロセス 

 
［研 究 題 目］相変化記録膜材料の X 線回折プローブ

による格子ダイナミクス 

［研究代表者］フォンス ポール 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］フォンス ポール、 

コロボフ アレクサンダー、 

ミトロファノフ キリル 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の超高速光スイッチや、省エネルギー型相変化

メ モ リ （ Phase change random access memory; 
PCRAM）の開発が可能になると期待されている、

GeTe や GST225などの相変化記録膜材料は、原子レベ

ルでの超高速の相変化過程のメカニズム解明がその鍵と

なる一方で、現行のレーザー分光技術（近赤外域で発振

するフェムト秒パルスレーザー光源を用いた通常の光ポ

ンプ＆プローブ分光法）では構造変化に伴う原子変位の

直接動的観測が困難となっており、技術的ボトルネック

となっていた。さらにグラフェンやカーボンナノチュー

ブなどの様々な先端材料における原子レベルでの構造変

化の時間分解イメージングが可能になると、今まで未解

明の先端材料における相変化過程の起源に迫ることが可

能となり、新しい構造変化過程を利用した超高速かつ省

エネルギー型のスイッチやメモリの材料開発に大きな知

見を与えることとなる。本研究では、XFEL の超短パ

ルスを用いた究極の光パルス励起−X 線プローブ時間分

解分光法による固体における相変化のシングルショット

イメージング分光に関する先導的研究を行い、先に述べ

た高速相変化メカニズムの解明を達成し、超高速光スイ

ッチや、省エネルギー型相変化メモリの実現を目指すこ

とを目的としている。本年度（H25年度）は、GST225
層における格子ダイナミクスのサブピコ秒分解能での測

定に本技術を使用し、励起状態の影響について観察（測

定）を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］フェムト秒、相変化記録膜材料、コヒー

レントフォノン、時間分解 X 線回折法 
 
［研 究 題 目］ミニマル3次元積層 LSI デバイス製造フ

ァブに対応したデバイス検査装置の開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、渡辺 直也、鈴木 基史、

菊地 克弥、原 史朗、井川 登 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 3次元積層 LSI では、複数の良品 LSI チップをシリコ

ン基板貫通電極と微細バンプを用いて積層させるため、

従来の LSI に比べてシステム性能向上と消費電力低減

が可能であり、ミニマルファブ方式（小型0.5インチ

（＝10mm 角）基板と居所クリーン化技術を核とした

多品種・少量生産方式）による3次元積層 LSI／デバイ

スの開発・製造ライン構築が期待されている。本研究で

は、ミニマルファブ方式での3次元積層 LSI／デバイス

製造ラインの構築に必須となるデバイス検査装置を

STK テクノロジー株式会社と共同で開発する。 

 平成25年度は、ミニマル3次元積層 LSI デバイス製造

ファブに対応したデバイス検査装置の総合評価を実施し、

以下の結果を得た。 

(a) アライメント精度：±2 um（目標値±3 um） 

(b) 電気特性の測定精度 

電流測定精度： ±0.04 uA（目標値±1 uA（32uA
レンジ)) 
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電圧測定精度： ±3 mV（目標値±10 mV） 

(c) スループット：108 秒（目標値60秒以内） 

 アライメント精度と電気特性の測定精度は、目標値を

達成した。スループットは、目標値を達成できなかった

が、メカニカル機構の改善、局所クリーン化搬送システ

ム（PLAD）を最新仕様のものを採用すること等により、

目標値を達成できる見込みを得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、検査、プローブ 
 
［研 究 題 目］微細バンプ形成用ナノパーティクルデポ

ジション装置および微細バンプ接続応用

技術の開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、渡辺 直也、鈴木 基史、

仲川 博、根本 俊介 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 3次元 LSI デバイス積層実装技術は、LSI デバイスの

シリコン基板内表面から裏面に貫通する電極（シリコン

貫通電極）を形成したものを複数用意して、それらを微

細金属バンプ接続により縦方向に積層して高度な電子シ

ステムを実現する技術である。微細金属バンプ接続によ

る実装工程における課題は低温化及び低加圧化であり、

これを実現するために最適なバンプの形状・特性等（概

ね10µm 以下のサイズで円錐・角錐形状）を探り出し、

その評価を行い、量産化のため高精度・高信頼性・安価

に製造することのできるバンプ製造装置とバンプ実装応

用技術を株式会社みくに工業と共同で開発する。 

 平成25年度は、バンプ製造装置に関して、成膜機能の

向上、安定性、再現性の向上、量産 NpD 装置の設計な

どに取り組んだ。金属るつぼの導入により、成膜速度

20µm/sec 及び膜表面への φ3µm 以上のパーティクルの

付着なしの目標を達成し、また、NpD 装置を用いて1プ

ロセス内の成膜速度の再現性評価を行い、繰り返し成膜

時の再現性／成膜速度±5%以内を達成した。また、量産

NpD 装置の仕様を決定して、構想設計図を作成した。

一方、バンプ実装応用技術については、バンプ高さばら

つきとして±5%以内を確保し、成膜時間（NPD 時間/10 

mm 角チップ）について、120分間以内の短縮化を達成

した。また、バンプ接合部の電気特性および機械特性の

評価データを取得した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、微細バンプ、ナノ粒子 

 
［研 究 題 目］角形チップ用フォトレジスト塗布装置・

現像装置の開発 

［研究代表者］原 史朗 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］クンプアン ソマワン（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 近年、集積回路の3次元積層化の技術開発、実用化が

加速している。3次元化においては、歩留まりや技術の

難易度の点で、小型ウェハが有利であり、産総研で提唱、

開発を進めている、超小型ウェハを用いるミニマルファ

ブシステムは、3次元積層とっては大変高い適合性を持

つ。ここで必要な技術開発の中でも重要な技術は、大型

ウェハをダイシングで角型の個片に切断した後のレジス

ト塗布工程でレジストを角型ウェハに均一に塗布するこ

とである。通常は、四角の端が表面張力や風向の関係で、

レジスト塗布量が分厚くなり、3次元積層プロセス全体

にとって障害となる。本研究においては、ウェハ端での

レジストの厚みを制御する要因を解析し、それを解決す

る方法と、その方法を搭載した塗布装置を開発する。同

時に塗布装置と組になる現像装置も開発する。本年度は、

産総研分担テーマとしては、昨年度開発した角型ウェハ

向けウェハ密閉容器の評価を行い、実使用に耐える機能

と性能を有していることを明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造、計測・計量標準 
［キーワード］ミニマルファブ、局所クリーン化、搬送

システム、マイクロファクトリ、デスク

トップファクトリ、アジャイルファブ、

生産技術、多品種少量、変種変量、1個

流し、オンデマンド、ミニマルマニュフ

ァクチャリング、低コスト化、小型化、

CMOS、MEMS、洗浄、エッチング,ス

パッタ、塗布・現像、リソグラフィ、イ

オン注入、実装、ウェハ、シリコン、ハ

ーフインチ 

 
［研 究 題 目］微小真空冷陰極アレイを用いた高い放射

線耐性を持つ小型軽量撮像素子の開発 

［研究代表者］長尾 昌善 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］長尾 昌善、吉澤 俊一 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高い放射線環境下においても動作することのできる小

型軽量撮像素子の基本技術を開発することを目指し、マ

トリクス駆動フィールドエミッタアレイ（FEA）の微

細化とビーム集束技術を開発することを目的として、研

究を行った。集束電極を画素ごとに設けたマトリクス駆

動が可能な FEA として、画素ピッチ150µm のものの仕

様を検討し、設計、試作を行った。マトリクス FEA の

画素数は10×12画素、FEA にはスピント型エミッタを

採用し、抵抗層による安定化技術を導入し単純マトリク

スにより駆動する仕様とした。試作した集束電極の形状

が異なる2種類のマトリクス駆動 FEA の電子放出特性
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を測定し、性能を評価した。その結果、画素欠陥があっ

ても、欠陥を含むライン全体が動作しなくなるようなこ

とはなく、マトリクス駆動が可能であることを確認した。

また、画素ごとに設けた集束電極により電子ビームの集

束特性を評価した。その結果、FEA と集束電極の距離

が離れているものについては再現性のある結果が得られ

なかったが、FEA の直近に集束電極を配置したマトリ

クス FEA においては、集束電極に印加する電圧によっ

てビームの集束特性が変化することが確認でき、100nA
程度の電流量では150µm 以下のビーム径に集束できる

ことが確認できた。また、委託元の京都大学にてデバイ

スへの放射線照射の影響を調べるために、実際の FEA
の構造（電極／絶縁体／電極構造）を模擬しつつも、マ

トリクス状の電極や、集束電極などの影響のない単純な

系の放射線耐性評価用試料を作製した。また、放射線照

射による欠陥などを光学的に評価するためのシリコン基

板上の絶縁膜単体の試料も作製した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、 
［キーワード］撮像素子、放射線耐性、 

フィールドエミッタアレイ 
 
［研 究 題 目］超伝導検出器を用いた分析電子顕微鏡の

開発 

［研究代表者］日高 睦夫 
（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、永沢 秀一、神代 暁、 

平山 文紀、北川 佳廣 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 先端材料の開発において、電子顕微鏡での組織および

組成の評価はますます重要性を増している。しかし、電

子顕微鏡での現状の組成分析技術は、材料開発側から要

求される感度・精度から見ると十分なものではない。走

査透過型電子顕微鏡（STEM）による組成分析の飛躍的

な高度化（高精度・高感度化、元素分布可視化）を目指

して、高いエネルギー分解能を持つ超伝導遷移端センサ

（Transition Edge Sensor; TES）型 X 線検出器を分

析装置として応用した新しい分析電子顕微鏡システムを

構築する。検出素子の多素子化と、検出器と STEM と

の一体化した最適化によって検出効率の向上を図り、極

微量元素の微小組成ゆらぎでも高感度に検出し得る超高

精度元素分布マップ取得の実現を目指す。この中で

TES 多素子化に必須の SQUID 読出し回路アレイの作

製および室温処理回路の開発を行う。本年度は、TES
読出し用 SQUID アンプの第一次設計（デバイス構造・

パラメータ）、作製、及び動作評価を行った。8個の

SQUID を直列に接続するため、 1チップに 8個の

SQUID アレイを設計し、チップ内の超伝導配線によっ

て8個の SQUID アンプが接続される。本チップには、

TES バイアス用のシャント抵抗と、パルスの立ち上が

りをなまらせるためのダンピングコイルが設計された。

SQUID チップの大きさは5mm 角である。TES は接続

していないが、8個の SQUID を直列に接続し、液体ヘ

リウム温度にて特性評価した結果、設計通り動作するこ

とを確認した。また、室温初段増幅器の仕様を定めた。

これを基に、生体磁気計測 SQUID 用エレクトロニクス

開発の技術力と実績を持つ民間企業に開発を打診し、内

諾を得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］超伝導検出器、STEM、組成分析 TES、

SQUID 
 
［研 究 題 目］超小型電子光学系と異形小型高真空ポン

プを内蔵した小型・低価格な測長用電子

顕微鏡（CD-SEM）の開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、渡辺 直也、馮 ウェイ 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体や電子機器関連分野等の川下企業では、多品種

少量生産への対応が急務である。実現には製造品の信頼

性確保が不可欠であり、それには測長用電子顕微鏡

（CD-SEM）が必須となる。しかし、その装置は非常

に高額で川下企業の低コスト化ニーズは高い。本研究で

は、小型低価格 CD-SEM を実現するため、超小型電子

光学系の開発、異形小型真空ポンプの開発、線幅判定ア

ルゴリズムの開発を(株)TCK と共同で進める。 

 平成25年度は、超小型電子光学系の開発として、熱電

界放出型の電子線源を採用した超小電子光学系の設計・

試作を行った。異形小型真空ポンプの開発として、スパ

ッタリングイオンポンプとゲッタリング材を複合化した

小型真空ポンプの設計・試作を行い、10-6Pa の到達真

空度を達成した。線幅判定アルゴリズムの開発において、

高速処理のため二値化アルゴリズムによる独自ソフトウ

エアを開発し、産総研で試作した線幅評価用サンプル

（SEM 観察による比較用測長データも含む）によりア

ルゴリズムの検証およびソフトウエアの改良を進めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］電子顕微鏡、測長、電子光学、 

真空ポンプ 

 
［研 究 題 目］平面波基底法（QMAS）などを基軸にし

た磁気物性量の高精度計算手法の開発 

［研究代表者］三宅 隆（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］三宅 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 希少元素を含まない高性能磁石の開発を目的とし、ネ

オジム磁石等の既存の希土類磁石の高性能化と新規磁石

の探索を行う。平成25年度は磁気物性値の物質依存性を
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研究課題とした。典型的な Nd 系希土類磁石として、

NdFe11Ti、NdFe11TiN、および比較のため仮想物質

NdFe12と NdFe12N に対する第一原理計算を実行した。

NdFe12は Nd サイトの2次の結晶場パラメータ（A20‹

r2›）が-83K の容易面異方性を持つが、窒素原子が侵入

すると結晶場パラメータは413K の強い一軸異方性に変

化する。構造安定化のため導入される Ti は Nd の周り

の電子密度分布を変化させ、NdFe11Ti では結晶場パラ

メータが正値54K に変化する。さらに窒素原子の侵入

により、結晶場パラメータは NdFe11TiN では439K に

増加し、極めて強い一軸異方性の発現に帰結する。電子

密度の空間分布を見ると、窒化によりネオジムと窒素の

間に結合電荷が形成され、ネオジムから c 軸方向の電子

密度が増加する。その電子反発を感じるネオジムの4f
電子が ab 面内に広がることが、強い一軸異方性の原因

であると考えられる。また Ti 置換によりスピン磁気モ

ーメントが顕著に減少すること、窒化により増加するこ

とがわかった。この変化を電子状態密度を用いて解析し

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］計算科学、磁石材料 

 
［研 究 題 目］CNT 複合めっきによる次世代ソーワイ

ヤの実用化 

［研究代表者］木原 秀元（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］木原 秀元、松澤 洋子、髙田 裕子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、単結晶シリコン・多結晶シリコンなどの材料を

薄板形状に加工する工具には、遊離砥粒式ソーワイヤを

用いることが主流である。しかし、近年では加工効率が

高く、ワイヤの使用量が少なく、砥粒を含んだ廃液が発

生しない固定砥粒式ソーワイヤに移行しつつある。これ

までに市販されている電着ダイヤモンドワイヤは、製造

効率や基礎となる Ni めっきとの親和性を上げるために、

ダイヤモンド砥粒の表面に種々の導電性炭素化合物を被

覆したものが用いられている。これら固定砥粒式ソーワ

イヤは遊離砥粒式に比べて加工効率は優れているものの、

表面のダイヤモンド砥粒が切削加工中に脱落することに

より、ウエハの仕上がり面粗度が悪いことやコストが悪

いことが問題になっている。本研究課題では、これらの

問題点を解決すべく、カーボンナノチューブを基礎とな

るめっき被膜中に分散・複合化させてダイヤモンド表面

に被覆し、砥粒の保持力を向上させることで、ウエハ加

工中におけるダイヤモンド砥粒の脱落を抑制する技術を

開発することを目標としている。カーボンナノチューブ

をめっき被膜中に複合化するためには、カーボンナノチ

ューブをめっき液中に分散させる必要がある。カーボン

ナノチューブは難溶性であり、溶液中には適宜分散剤を

用いて分散させるが、めっき液中には金属塩が多量に存

在するため、イオン強度や pH の影響を十分に考慮した

分散剤を選定することが求められる。本年度は保存安定

性に優れた複合めっき液の創製を目指し、いくつかの分

散剤候補を選定し、複合めっき液の調製を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、複合めっき、ダ

イヤモンドソーワイヤ 

 
［研 究 題 目］超高速・低温フレームを特徴とする衝撃

焼結被覆技術を用いた、昇華性材料、窒

化アルミニウム（AlN）溶射皮膜形成技

術の開発 

［研究代表者］川口 建二（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］川口 建二、清水 禎樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体製造分野で、セラミックス製ウェハチャック部

材として求められる耐プラズマ性が高く放熱特性の良い

機能を満たすが、昇華性であるために通常の溶射技術が

適用困難な窒化アルミニウムについて、リバストン社が

独自開発した低温溶射技術（CASP）を用いて皮膜形成

技術の開発を行う。産総研としては、その開発の中で成

膜の構造解析と物理特性評価を分担する。 

 3年計画の2年度である H25年度においては、リバス

トン社が CASP 装置の改良及び溶射条件の最適化、品

質管理技術の開発を行い、窒化アルミニウム被膜の膜密

度、密着特性の改善を行った。レーザーを用いた計測装

置の利用によって、フレーム温度と粒子速度の評価、引

っ張り試験による密着強度評価などを基に、L18計画法

を用いた溶射条件の最適化を行った。 

 また、群馬産業技術センターが、X 線回折、蛍光 X
線分析、耐電圧試験、Spring-8での X 線 CT による気

孔率評価などを行い、産総研は共用施設電子顕微鏡チー

ムの協力を得て TEM 分析、XPS と断面 SEM-EDS 分

析による窒素組成評価などを行った。 

 その結果、気孔率が1%未満の膜密度で密着強度を著

しく改善できた窒化アルミニウム被膜が得られた。しか

しながら、依然、窒素組成が理想値よりかなり低く、顕

著な不純物酸素の存在が認められ、市販品以外の原料粉

末の検討も行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・製造・材料  

［キーワード］溶射、窒化アルミニウム、構造評価、組

成分析 

 
［研 究 題 目］計算科学技術推進体制構築の「産官学連

携」の推進 

［研究代表者］浅井 美博（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］浅井 美博、石橋 章司、大谷 実、 

宮本 良之、三宅 隆、土田 英二、 

中村 恒夫、Fedorov Dmitri、 
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小西 優祐、安藤 康伸 

（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 CMSI での分野振興の一環として、物質・材料計算シ

ミュレーションの産業分野への普及活動を行った。具体

的には以下の(1)～(4)の活動を行った。(1) 計算シミュ

レーションの産業普及を促す為に、企業内の計算シミュ

レーション研究者と大学・研究機関の研究者の間の交

流・意見交換の場として位置づけている産官学連続研究

会を2回開催した。(2) CMSI 活動内容の産業界への計

算シミュレーション・ソフトウェアの情報発信・紹介を

行った。具体的には、CMSI 広報小委員会と協力しなが

らインターネット上に情報発信サイト MateriApps を作

成・構築・公開した。(3) 技術組合での研究開発を通じ

て計算シミュレーションのポテンシャルを示し、その有

用性を産業界に広く周知するなどのやり方で、産学連携

活動の推進活動を行った。また、計算シミュレーション

に関わるコンソーシアムの立ち上げなど準備活動を行っ

た。(4) 計算物質科学の普及、発展に向けた活動及び社

会人教育の一環として、ビデオ会議システムを用いた

CMSI 関連講義や講習会等の配信を開始した。(1)につ

いては以下に記した内容で2回行った。 

1. 「電気化学系の第一原理シミュレーションからわか

ったこと・わかること ～高性能電池開発にむけて～」

（11月21日 秋葉原ダイビル） 

2. 「永久磁石研究の最前線：計算科学的アプローチの

課題と展望」（2月5日 秋葉原ダイビル） 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］計算シミュレーション、次世代スパコン

「京」、産業応用 

 

［研 究 題 目］3次元細胞培養システムによる再生医療

等に用いるヒト軟骨デバイスの開発    

［研究代表者］植村 壽公（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］植村 壽公（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 課題解決型医療機器等開発事業に採択され研究を行っ

た。研究プロジェクトの PL は株式会社ジェイテックの

津村尚史株式会社ジェイテック、横浜市立大学、産総研、

大阪亜大学の連携により研究を行った。 

目標： 

 耳介軟骨膜由来幹細胞を用いて軟骨を再生する技術を

確立し、臨床に寄与する。 

研究計画： 

 本年度は耳介軟骨膜由来幹細胞を用いた軟骨再生のた

めの3次元培養法の最適化を行う。 

年度進捗状況： 

 3次元培養法の最適化により、5mm 角程度の軟骨組

織を患者由来耳介軟骨膜細胞から構築することに成功し

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］3次元培養、軟骨再生 

 
［研 究 題 目］導電性高分子をフレキシブル電極とする

電場駆動型・超薄膜ペーパーアクチュエ

ータの創製 

［研究代表者］原 雄介（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］原 雄介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、導電性高分子をフレキシブル電極とす

るキャパシタータイプの電場駆動型の超薄膜ペーパーア

クチュエータの開発を目標とした。本研究では、アクチ

ュエータとして最適なフレキシブル電極を作製するため、

導電性高分子薄膜の合成条件を検討した。また、素子の

絶縁層として水溶性高分子を採用することにより、ウェ

ットプロセスのみで作製可能なキャパシタータイプの電

場応答型・ペーパーアクチュエータの開発に成功した。

ペーパーアクチュエータは、電圧を印加すると屈曲運動

を行うことが可能である。本研究では、印加電圧を変化

させることで、ペーパーアクチュエータの駆動変位を評

価した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］導電性高分子、アクチュエータ、電場応

答 

 
［研 究 題 目］筋ジストロフィーおよび関連疾患の診 

断・治療開発を目指した基盤研究 

［研究代表者］松田 知栄 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］松田 知栄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 筋細胞膜タンパク質である dysferlin の欠損は三好型

筋ジストロフィーと LGMD2B を引き起こす。本年度は

dysferlinopathy の分子病態を解明するために、

dysferlin を欠損する SJL、A/J マウス骨格筋における、

dysferlin 結合タンパク質、アフィキシンの細胞膜修復

時の挙動を解析した。さらに、骨格筋細胞膜修復とアク

チン細胞骨格系の再構成の関連を調べるために、細胞膜

損傷時のβPIX、α-,β-,γ-アクチンの挙動をリアル

タイムで観察した。 

研究計画： 

 解析する分子に GFP または RFP を付加した培養細

胞発現用プラスミド10-20g をマウスの足底筋に注射

し、エレクトロポレーション法で導入を行った。7-10日

後、マウスより FDB を単離し、コラゲナーゼ I で処理

することにより単一の筋線維を得た。導入した遺伝子が

発現した筋線維の細胞膜を2光子レーザーで損傷し、修

復過程を共焦点レーザー顕微鏡でリアルタイムに観察し

た。 
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年度進捗状況： 

 野生型マウス筋線維の細胞膜損傷部にアフィキシンは

凝集するが、SJL、A/J マウスではアフィキシンの顕著

な動きは認められなかった。A/J マウスに dysferlin-
GFP、アフィキシン-RFP を導入すると、細胞膜損傷部

におけるアフィキシンの凝集は回復した。通常、

dysferlin とアフィキシンは細胞膜上で共局在している

が、細胞膜の損傷時に dysferlin とアフィキシンは異な

る局在パターンを示した。そこで dysferlin とアフィキ

シンの結合を免疫沈降法で解析した所、両者の結合は

Ca2+により阻害されることが明らかになった。 

 野生型マウスの細胞膜損傷部にはβPIX、β-,γ-ア

クチンが凝集するが、α-アクチンの凝集は認められな

かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］筋ジストロフィー、細胞膜修復 

 
［研 究 題 目］ブレビバチルス菌を用いた抗体精製用タ

ンパク質製造技術の開発 

［研究代表者］広田 潔憲 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］広田 潔憲、巌倉 正寛 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

抗体医薬品製造の高コストの一因である抗体精製用リ

ガンドタンパク質の低コスト製造技術開発を目的とし、

リガンドタンパク質を高機能化すること、ブレビバチル

ス菌を用いてリガンドタンパク質を高効率に生産・精製

できるシステムを確立すること、を目標に研究を行って

きた。 

これまで、リガンドタンパク質であるプロテイン A
およびプロテイン L に関して、それぞれの網羅的1アミ

ノ酸置換変異体ライブラリーを作製し、独自開発したア

レイ解析装置を利用して、目的の性質を有する変異体タ

ンパク質を選択（スクリーニング）し、変異を組み合わ

せることにより、高機能化リガンドタンパク質のデザイ

ンを進めてきた。その結果、プロテイン A に関しては、

中性で抗体に対する結合力が高く、弱酸性で溶出が容易

な高機能化プロテイン A をデザインすることができた。

また、プロテイン L に関しては、中性で抗体に対する

結合力の高い高機能化プロテイン L をデザインすること

ができた。 

そこで平成25年度は、このようにデザインした高機能

化プロテイン A を、ブレビバチルス菌に培養液に発現

させて、その培養液からタンパク質連続精製装置を用い

て高回収率で精製するために、様々な条件検討を行った。

その結果、DEAE 陰イオン交換クロマトグラフィーを

行った後、ニッケルキレートカラムによるアフィニティ

ークロマトグラフィーを行うことによって、高機能化プ

ロテイン A を高回収率で精製できることが明らかにな

った。さらに、この精製方法を20L の培養液からの精製

にも適用できることを実証した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ブレビバチルス菌、リガンドタンパク質、

抗体精製、変異体ライブラリー、タンパ

ク質デザイン 

 
［研 究 題 目］生理活性物質特定と作用メカニズム解析

による生産プロセスの最適化と発酵産物

高機能化に寄与する技術開発 

［研究代表者］今村 亨（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］今村 亨、浅田 眞弘、鈴木 理 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

現在市販されている動物用リゾープス菌発酵生産物を

ヒト用健康補助食品（サプリメント）に転換することを

目指している。そのため、製品の高品質化を実現するた

めに、オミックス解析により生理活性物質特定や機能解

明を行い、それらを指標として生産プロセスを改良し、

高機能化と安全性・有効性を担保できる製造技術を確立

することを目標として企業と大学との共同体で研究開発

を行っている。全体の研究項目として、生物資源、生産

プロセスの改良課題への対応に関し、フィルターろ過装

置開発による不溶物・胞子のマイルドな条件での除去、

脂肪酸等の生理活性物質の高活性を保持できる低温での

病原微生物不活化法の確立、及び非通気式固体培養法を

用いた発酵工程の最適化を行う。また、有効成分特定等

によるヒト用を目的とする発酵製品の高機能化への対応

に関し、生理活性脂肪酸等を特定するとともに、ヒトに

対する安全性評価方法及びヒト健康食品レベルの品質管

理方法の確立を行う。さらに、機能性評価による科学的

根拠付与と更年期障害等における有効性検証への対応に

関し、分子レベルでの機能性評価とヒト有効性評価を実

施し、ヒト用原体の有効性を検証することとする。 

 このうち産総研における今年度の研究開発項目とし

て、「有効成分特定等によるヒト用を目的とする発酵製

品の高機能化への対応」のうち、生理活性脂肪酸等を特

定し評価方法を確立するための解析と検討を進めた。ま

た、「機能性評価による科学的根拠付与と更年期障害等

に於ける有効性検証への対応」のうち、マウス個体や培

養細胞を用いた評価試験系の整備を行い、分子レベルで

の機能性評価とヒト有効性評価を実施するための基盤技

術開発を進めた。いずれにおいても、予定通り順調に進

捗した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］整理活性物質、発酵、高機能化 

 
［研 究 題 目］微弱発光標準光源開発による発光蛍光計

測定量化 

［研究代表者］近江谷 克裕 
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（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、丹羽 一樹、中島 芳浩 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

産総研が独自に開発した3色発光遺伝子発現解析技術

は、化学物質安全評価の一つである発光細胞代替試験法

として OECD ガイドライン化に進むなど、世界戦略を

進める技術である。そこで本研究では、発光測定装置を

含めた3色発光遺伝子発現解析技術の標準化及び国際的

な普及を推進するため、発光測定装置の能力を適切に評

価する基準の確立と、産総研の標準電球で校正された3

色標準発光プレートの製品化を目指す。これまでに

LED 光源を含めた3色標準発光プレートの試作し、さら

に最適化を進めるとともに、併せて NMIJ にトレーサ

ブルな JCSS 校正証明書の取得が可能な全光束用標準

LED を元に、試作された3色標準発光プレートの発光値

の値付けを行った。また本プロジェクトでは製品の普及

を図ることも重要であることから、3色標準発光プレー

トの試作品を共同研究実施者であるアトー社と共に生化

学年次会などの展示ブースで紹介した。さらに、国外の

ユーザーへの働きかけとして米国標準局 NIST におけ

る NIST-AIST イメージングミニサミット、バイオテク

ノロジー国際企業 NEB（New England Lab）、インド

ネシア BPPT やインド RCB にて3色発光遺伝子発現解

析技術の紹介と共に発光標準化の重要性に関してセミナ

ーで講演、普及を図った。一方、本3色標準発光プレー

トの発光制御に関わる特許を出願した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］OECD ガイドライン、発光標準化、遺 

伝子発現解析 

 
［研 究 題 目］高生体適合性(カスタムメイド)インプラ

ントの上市を目指した研究開発 

［研究代表者］岡崎 義光（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］岡崎 義光、有田 千成子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

整形外科分野のインプラントについては、医療現場に

おいて、「欧米の骨格構造に基づいて設計された海外製

品が主に使われ、日本人の骨格構造には必ずしも合わな

いため患者にとって身体的負担（骨を削る等）が大きい

こと」及び「生体毒性を含んだ工業用材料が転用される

など長期間の生体適合性が必ずしも十分ではない」とい

った課題が生じている。この課題を解決するために、チ

タン合金を用いた生体適合性が良好で患者の体型に最適

化したカスタムメイドインプラントの研究開発を実施し

た。既承認品と同程度の価格でカスタムメイド製品の上

市を目指し、Ta量を少なくした高生体適合性Ti-15Zr-
4Nb-1Ta合金を製造するための低コスト溶製技術を検討

した。 

カスタムメイドインプラントの上市のためには、設

計・製造技術に加えて品質保証と量産体制の確立が必要

となるため、量産体制に必要な技術を検討した。高生体

適合性Ti-15Zr-4Nb-4Ta合金を低コストで上市するため、

Ta量を最小量にし、母合金を用いた製造技術を開発し、

組織解析、室温引張り試験、疲労試験等の力学特性解析

を実施し、既承認材料に比べて優れた特性を示すことが

わかった。大腿骨ステムに関しては、型鍛造による製造

条件を検討し鍛造することに成功した。骨組織再生を促

進するための表面処理としては、簡単でしかも使用実績

が増加傾向にあるため、中心線平均粗さRa=5µmのブラ

スト処理を採用することとした。高生体適合性Ti-15Zr-
4Nb-1Ta合金の生物学的安全性評価試験では、全て陰性

であった。また、生物医学安全性評価試験で陰性であっ

た理由を明らかにするため、37℃、0.9%NaClおよびイ

ーグル培養液中での7日間の溶出試験を行ったが、溶出

は見られないことがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］整形インプラント、カスタム化、耐久性 

 
［研 究 題 目］「神経・血管温存下に最大限の病変摘出

を行う手術用治療器（パルスウォーター

ジェットメス）の開発」における数値解

析（生体組織への作用機序解明） 

［研究代表者］冨永 悌二（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

担当するテーマでは、医工学分野で対象とする軟組織

の破壊指標を明らかにし、開発医療機器の使用条件の最

適化に資する結果を得る。具体的には、Wierzbicki ら

（2005, IJMS, Vol.47, (4-5), pp.719-743）による

工業材料の破壊に関する7つの指標をまとめた文献を参

考に、これらの指標のいずれが、本研究で開発する医療

機器の作用機序（組織破砕）を説明するのに最も適して

いるか、また対象科、臓器ごとにそれらは個別の指標を

適用するべきか否か、新しくもしくは文献以外の既存の

指標を用いるのが適切なのか、について明らかにするこ

とを目的としていた。結果として、肝臓を用いた試験片

の圧子による押し込み試験およびダンベル型試験片を用

いた引張り試験の結果の解析結果のみでは、試験片毎の

個体差を是正することがかなり困難であることを明らか

にした。 

そこで、対象組織に依存しない手順で、破壊に関する

指標を求める他の関係式を検討した。具体的には、対象

組織を連続弾性体と仮定してカスチリアーノの定理（こ

れは全ひずみエネルギを1つの外力で偏微分すれば、そ

の外力の作用点の作用方向の変位が求められることを示

している。）を適用して、破壊の前段階としてパルスウ
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ォータージェットメスにより最大与えられる変位を求め

ることが可能か、また求める事が医療安全・医療機器性

能評価上有意義であるかを検討した。パルスウォーター

ジェットメスを適用する前に最大変位を推定出来る事は、

安全および性能評価においては重要である。実際に、パ

ルスウォータージェットメスが射出する液滴の射出速度、

液量を考慮することで対象組織に与えるエネルギの推定

は可能であり、治療においては与える運動エネルギが全

て歪みエネルギとなることを想定するのは一般性を失わ

ない。また、対象組織への荷重についても液滴を計測す

ることで得られた。得られた数値を用いてカスチリアー

ノの定理を適用するために、既に計測済みの圧子押し込

み試験およびダンベル型試験片引張り試験の計測結果と

合わせて、対象組織に与える最大変位の推定式の構築を

行ってきた。 

今後は、最大変位の推定方法について妥当性を検証し、

特許申請を検討する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体組織、力学特性、数値モデル 

 
［研 究 題 目］超音波画像装置の開発 

［研究代表者］永田 可彦（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］永田 可彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

超音波画像測定法は非侵襲で身体内部を観察できる有

用な技術であるが、「大型で可搬性に劣り、コスト的に

も高価であること」及び「装置の操作性や患部、症状の

画像判別に特別な教育や経験、習熟が必要であること」

を改良する必要がある。特に「リンパ浮腫については皮

下組織硬度の判定」が課題となっている。 

そこで本開発では、軽量小型かつ簡易に測定可能な皮

下組織硬度計測機能をもつ超音波画像装置を試作し、リ

ンパ浮腫組織をモデル化したシミュレーションと超音波

ファントム実験を行うことで、皮下組織超音波画像装置

における画像解析技術及び硬度推定技術の改良に資する

データを提供する。 

平成25年度は、昨年度実施した超音波ファントム実験

の結果と生体組織の解剖学的データをもとに新たにリン

パ浮腫組織に近似した超音波ファントムを作成した。生

体組織を皮膚、皮下脂肪、筋肉からなる層構造とした。

皮膚層の厚さは下肢リンパ浮腫患者32例の大腿部皮膚厚

の計測結果（重症度による皮膚厚の有意差はない(0.5-

3.5mm  平均1.8mm）)から2mm とした。硬さは他の

組織と比較して十分に大きい値（250KPa）とした。ま

たリンパ浮腫による組織変化の主体は皮下脂肪層であり、

MRI や CT において筋肉層の厚さに健側との有意差が

認められないことより、筋肉層の厚さと硬さは一定

（15mm、10KPa）とした。皮下脂肪層の厚さと硬さを

変化させるパラメーターとし、正常（10mm、50KPa）、

軽症1（15mm、40KPa）、軽症2（15mm、30KPa）、中

等症1（20mm、30KPa）、中等症2（20mm、20KPa）、
重症1（30mm、20KPa）、重症2（30mm、10KPa）の7

種類の超音波ファントムモデルを用意した。これらの超

音波ファントムを使用して実験を行うために超音波プロ

ーブを安定して移動させるための装置（最大荷重付加能

力100gkf、手動式ハンドル1回転当たりの移動量2mm、

プローブ位置前後調整±10mm、ファントム位置前後左

右調整±60mm）を準備し、昨年度試作した超音波画像

装置を用いて測定を行った。 

その結果、全てのモデルについて荷重に対する組織厚

の変化は良い直線性を示し、明らかな非線形性は見られ

なかった。また昨年度問題となっていた低荷重における

測定に関して、荷重500gf 以下においても荷重500gf 以

上の値と同程度の精度で測定を行うことができた。荷重

と組織厚の関係から求めた各モデルの脂肪層のヤング率

は、症状が進んだモデルほど低下する傾向が見られた。

また全てにわたり、測定によって得られたヤング率がモ

デルの設計値を下回っている。また中等症1が軽症1より

ヤング率が大きく、ここで傾向が一旦逆転している。こ

れは元の層の厚さが測定によって求められるヤング率に

影響を与えている可能性を示唆するものである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リンパ浮腫、生体組織、厚、ヤング率、

超音波 

 
［研 究 題 目］事業者の自主的リスク評価・管理を支援

する環境リスク評価ツールの開発 
［研究代表者］林 彬勒（安全科学研究部門） 
［研究担当者］林 彬勒、内藤 航、加茂 将史、 

平田 絵里子、荻上 礼子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 化学物質の生態リスク評価には、高度な専門知識と、

情報の収集・解析における膨大な時間と労力が要求され

る。さらに、リスク評価手法は近年急速に発展しており、

既存の個体レベルでの影響から、より生態学的に関連の

深い、種の感受性分布（SSD）や個体群影響を評価す

るよう変わりつつあるため、非専門家にはますます敷居

が高いものとなっている。このような現状を打破するに

は、専門家による簡易リスク評価管理ツールの開発・提

供が望まれるが、国内外においてこうしたツールはまだ

開発されていない。 
 本研究では、すべての科学的なリスク評価手法と評価

に必要とされる化学物質の有害性データを搭載したユー

ザーフレンドリーな「汎用生態リスク評価管理ツール

（AIST-MeRAM）」を開発し、特に事業者の自主的リス

ク評価管理を支援することを目標としている。2013年度

までに、すべての評価手法とデータを搭載し、化審法ス

クリーニング評価＆1次リスク評価に対応可能、かつユ
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ーザーレベルや評価目的に応じた使い分け可能な「一括

評価」「初期評価」「詳細評価」機能を搭載したスタンド

アロン版 AIST-MeRAM 0.9.12を作成し公開した。ま

た、AIST-MeRAM の活用促進のため、AIST-MeRAM
の専用 WEB ページ（http://www.aist-riss.jp/software/ 
AIST-MeRAM/index.htm）を作成し公開した。2014年

度では、日本語版 AIST-MeRAM 0.9.12の機能改善と

完成度向上、搭載データ補充など、ツールの実用化・機

能充実化を中心とした開発作業を行い、日本語版のバー

ジョンアップグレード版を公開する。同時に、化学工業

界の国際事業展開や化審法のアジア展開を支援するため、

英語版 AIST-MeRAM を作成し、年度末には「英語版

AIST-MeRAM 1.0」を成果物として公開することをめ

ざしている。2013年度におけるスタンドアロン版ツール

公開して以来、産学官各界から大きな関心を集まった。

これまでに、化学工業日報（2013年2月26日）および日

刊工業新聞（2013年4月26日と2013年7月25日）の新聞記

事として紹介された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］生態リスク、リスク評価、ユーザーフレ

ンドリー、種の感受性分布、個体群存続、

リスク管理、化審法 

 
［研 究 題 目］家庭用品から放散される揮発性有機化合

物／準揮発性有機化合物の健康リスク評

価モデルの確立に関する研究（サブテー

マ：非定常型曝露シミュレーション手法

の開発） 

［研究代表者］東野 晴行（安全科学研究部門） 
［研究担当者］東野 晴行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 既報の一般家庭における衣料用防虫剤の使用状況に関

するアンケート結果などを用いた暴露シナリオに基づき、

クローゼット内における複数の衣料用収納容器・防虫剤

から放散する化学物質の積算量の時間変化の推定式を作

成した。 

 容器形状（密閉度）の異なる多種類の衣料用収納容器

（プラスチック製ケース、木製チェスト、及び木製タン

ス）の空気漏洩率を測定し、容器形状別の代表値を設定

した。衣料用収納容器、収納空間、及び居室の各空間を

リンクしたマルチボックス（マルチゾーン）モデルを開

発し、時間分解暴露シナリオを考慮した収納空間内の空

気中化学物質濃度の推定手法を開発した。 

 開発した手法を用いて化学物質の室内空気中濃度及び

吸入暴露濃度の推定した結果、吸入暴露量に対するクロ

ーゼット内暴露の寄与率は2.2～28.0%の範囲内である

ことを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー  
［キーワード］室内環境、消費者製品、吸入暴露、シミ

ュレーション 

［研 究 題 目］プラットフォーム化を目指した日常行動

に関わる LCA データの整備と教材開発

－家事行動に関する算定ツールの開発－ 
［研究代表者］田原 聖隆（安全科学研究部門） 
［研究担当者］田原 聖隆、藤井 千陽、高田 亜佐子、

紀平 茂雄（常勤職員1名、他3名） 
［研 究 内 容］ 
 家庭部門における環境負荷削減のために、市民の環境

意識の向上、環境負荷の少ない行動への転換が求められ

ている。家庭部門に由来する環境負荷削減のために、政

府が「チャレンジ25キャンペーン」を掲げ環境負荷の少

ないライフスタイルを提案したり、行政や企業等が環境

家計簿を配布し各人の生活から排出される環境負荷の見

える化を実施しているものの、いまだ国民的な広がりは

見られない。より多くの市民が環境負荷削減に取り組め

るような施策が必要である。このような背景の中でプロ

ジェクト全体では、環境教育に利する魅力的な教材やツ

ールを社会に効率的に提供していくために、専門家に限

らず幅広い開発主体が容易に使用できるインターフェー

ス（API）を装備した、日常行動に関わる、きめ細やか

かつ科学的信頼性の高い LCA データベースの整備を研

究目的に掲げている。本サブテーマでは、LCA データ

ベースの整備を担当し、家事行動に関する環境負荷算定

ツールの開発を目指している。 

 本年度は、日常生活の中で特に家事行動を対象に、既

往研究・既存データ等を幅広く抽出し、LCA 評価に利

するデータ（元となるエネルギー消費量等）を収集した。

また、家事行動は個人差が大きいため、変動する要因を

変数とした環境負荷算定ツールを作成した。作成したツ

ールを活用して、消費者が行動選択しうる行動セットに

対し環境負荷を算定し、既往データと比較を行い、それ

ぞれの算定の背景やシステム境界を整理し、統一した算

定基準に則ったデータとして整備した。さらにこれらの

調査を通じて、独自に LCA 算定すべき行動群を明らか

にした。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］消費行動、環境教育、環境負荷削減、 

LCA データベース 
 
［研 究 題 目］事故リスク評価検討調査 

［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、牧野 良次、若倉 正英、

中島 農夫男、松倉 邦夫、伊藤 貴子、

河辺 圭美、鈴井 真紀 

（常勤職員2名、他6名） 
［研 究 内 容］ 
 2011年以降に発生した最近の化学プラントにおける3

件の重大事故の事故調査報告書をベースに、産総研で開

発した事故分析手法 PFA を用いて、事故の進展過程と

そこから抽出される原因の分析を行い、事故進展フロー
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図にまとめた。 

 事故の個々の原因と安全文化評価項目を中心とする保

安力評価項目との関連性を分析した結果、共通的な項目

が事故の発生要因と関連性があることが示された。 
 分析結果をそれぞれの事故の事故調査委員会関係者に

提示し、分析の妥当性や注意すべき項目などについて意

見を聴取し、その結果を先の分析結果に反映させた。そ

の際、3件の事故から得られる重要課題として、現場作

業者の安全感性の低下、設計側の安全感性の低下、そし

て、それらを強化していくための教育機関と業界とが一

体となっての教育の見直しが指摘された。 

 さらに、これらの保安力評価項目について、本事業で

実施された良好事例の分類に用いられた現場保安力の要

素マトリクスとの関連性を分析し、事故の共通的な発生

要因の改善に適用可能な良好事例の提案のための知見を

得ることができた。 
 イベントスタディと呼ばれる統計的手法を用いて、

1990年以降に発生した主に化学産業での事故44件を対象

として事故が企業価値に及ぼす影響を定量化した。事故

後の株価上昇率は、もし事故が発生しなかったら実現し

ていたであろうと予測される株価上昇率を中央値で評価

しておよそ13%下回っていた。事故による企業価値の減

価を円単位に換算したところ、中央値で評価しておよそ

310億円の減価と推定された。ケーススタディの結果、

イベントスタディから推定された企業価値の減価は現実

をまずまず良く推定できていると思われた。 

 1990年以降の設備への被害が比較的大きかった事故を

対象に、売上総利益、売上高、売上原価の事故前後の動

きを調べ、事故の財務パフォーマンスへの影響は売上総

利益によって測るのがよいと思われた。化学産業に属す

る上場131社について、2002年から2012年までの財務デ

ータおよび事故データを用いて統計分析を行った。平均

して、事故は、当年の売上総利益を13億円程度減少させ

る効果があったことが分かった。 

 安全対策についての費用便益分析に関する既存研究を

調査した結果、以下が明らかになった。産業事故や労働

災害の防止対策について費用便益分析を実施するための、

一般的に受け入れられている手法はまだ確立されていな

い。安全対策の直接費用、事故により生じる直接被害に

ついては、おおむね共通の理解がなされているようであ

るが、間接被害は直接的には観察できないので、何らか

の推定式が必要となる。さらに重要なのは、安全対策が

実際に事故を防止するかどうかが不確実であり、安全対

策実施前後の事故発生確率が分からない限り、安全対策

に支出すべき費用金額は決まらないことであった。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］現場保安力、保安力評価、安全文化、安

全基盤、リレーショナル化学災害デー

タベース（RISCAD）、事故分析手法

PFA、事故進展フロー図、良好事例、

経済性分析、イベントスタディ、企業

価値、株価上昇率、売上総利益、売上

高、売上原価、費用便益分析、直接被

害、間接被害 
 
［研 究 題 目］フタル酸エステル類への経皮曝露評価 

～皮膚透過性試験法の確立と応用～ 
［研究代表者］篠原 直秀（安全科学研究部門） 
［研究担当者］篠原 直秀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 フタル酸エステル類は、可塑剤として床材や壁紙など

の建材や、各種家庭用品などの我々の身近にあるプラス

チック材料に多く使用されており、その高い吸着性から

経皮暴露の可能性が懸念されている。本研究では、パッ

シブ型のフラックス測定器と人工培養皮膚を用いて、

DEHP の経皮暴露に関わるパラメータを推定した。建

材からの拡散距離を変えて人工培養皮膚及び吸着材に対

する DEHP 放散量とそれぞれにおける DEHP 存在量を

測定したところ、吸着材吸着量と皮膚吸着量の間に違い

はなく、皮膚直上の気中 DEHP 濃度はほぼ0 µg/m3と考

えられる結果となり、皮膚表面で DEHP は即時に吸着

している可能性が示唆された。また、建材と皮膚を接触

させて行った試験結果から皮膚透過速度定数を求めると、

1.3に吸着-5 cm/h と推定された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］室内環境、フタル酸エステル類、経皮暴

露、放散量、塩ビシート 
 
［研 究 題 目］火薬類の包装等に関する研究 

［研究代表者］中山 良男（安全科学研究部門） 

［研究担当者］中山 良男、松村 知治、若林 邦彦、

杉山 勇太、和田 有司、久保田 士郎、

椎名 拡海（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

火薬庫内で火薬類を保護する包装材料とその技術に係

る調査及び試験を実施し、万一台風や豪雨等自然災害に

より火薬類が流出した場合でも、火薬類の分散を防止し

早期発見を可能とすることを研究の目的とした。概略を

以下に示す。 

(1) 撹拌試験の実施と評価 

 火薬庫内で火薬類を包装材料で包むことを想定し、

繊維材料等について、土砂災害に対する耐久性や平時

に火薬類を包装しておくために必要な性能に関する情

報を収集・整理した。また、材料ごとの耐久性評価の

ために撹拌試験を行い、データを取得・整理した。 

(2) 斜面落下試験の実施と評価 

 (1)の評価の結果、効果及び実用性の高いと考えら

れる包装材料について、土砂等を使用した実際の災害

時の状況に近づけた斜面落下試験を行い、データを取

得・整理した。 
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(3) 当該繊維材料等の実用可能性を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］爆薬、包装材、繊維材料、自然災害、撹

拌試験、斜面落下試験 

 
［研 究 題 目］建設産業における金属消費量変化の要因

分析と将来推計 

［研究代表者］畑山 博樹（安全科学研究部門） 
［研究担当者］畑山 博樹、田原 聖隆 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 人々が社会を形成し活動するにあたって住環境および

社会基盤の整備は不可欠であり、建設産業は経済発展に

おいて大きな役割を担っている。特に土木構造物や建築

物は大量の金属資源を使用するため、建設産業は我が国

における金属需要とその資源循環を検討する中で重要な

位置を占めている。 

 本研究では、鉄鋼、アルミニウム、銅、亜鉛を対象と

して建設用途における消費量に影響を与える要因を分析

し、国内の消費量を2050年まで推計した。各年の金属消

費に寄与する因子として「新規着工面積」と「新規着工

面積当たりの金属消費量（金属消費原単位）」を考慮し、

両因子の過去の変化を分析した。例えば金属消費原単位

は、鉄鋼と銅は1990年代から増加しているのに対し、ア

ルミニウムはアルミサッシが普及した1980年以降横ばい

に近く、亜鉛は単位鋼板量当たりの亜鉛消費量の減少が

原因で消費原単位も減少傾向にあることが明らかになっ

た。このような2つの因子の傾向を反映したシナリオ分

析の結果、建設産業における鉄鋼の消費量は2010年の

2,900万トンに対して2050年で3,500-8,100万トン、アル

ミニウムは2010年の50万トンに対して2050年で65-85万

トン、銅は2010年の18万トンに対して2050年で22-55万

トン、亜鉛は2010年の4万トンに対して2050年で2.6-6.6

万トンになると推計された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］需要予測、建設、鉄鋼、アルミニウム、

銅、亜鉛、床面積 

 
［研 究 題 目］原発等の複雑システムの安全性向上を目

的とする「工学システム」と「人・組織

システム」の複合体の挙動に関するゲー

ム理論を基礎としたシミュレータの開発 
［研究代表者］牧野 良次（安全科学研究部門） 
［研究担当者］牧野 良次（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 原子力発電所や化学プラントといった複雑システムの

安全性向上（＝事故リスクの低減）を目的として、複雑

システムを「工学システム」と「人・組織システム」の

複合体と理解した上でそのダイナミクスをシミュレート

し、時間とともに変動する事故リスクを定量化する技術

を開発することが本研究のねらいである。 

 確率論的リスク評価（システムの物理的・工学的側

面）とゲーム理論（人間行動的側面）を統合した理論モ

デルに基づく経済実験から得た主な結論は以下の通りで

ある。（1）システム内で働く作業者が安全性向上のため

に最大限の努力をすると期待してはいけない。（2）シス

テム構成が違えば（例えば直列システムと並列システ

ム）、作業者の行動も変わる。（3）システムの事故リス

ク情報を開示することにより、作業者による安全性向上

のための努力水準が向上する。以上の研究は、「工学シ

ステム」と「人・組織システム」の複合体を解析するた

めの基礎的な成果と位置づけられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］安全、工学システム、人・組織システム、

ゲーム理論、シミュレータ 

 
［研 究 題 目］生物利用性を考慮した重金属の生態リス

ク評価の効率的手法の確立 
［研究代表者］内藤 航（安全科学研究部門） 

［研究担当者］内藤 航、加茂 将史（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 水環境における重金属の生物への取り込まれやすさ

（生物利用性）は水質により変化することが知られてい

る。日本では、近年、水生生物の保全を目的とした規制

が強化されているが、その評価において生物利用性は考

慮されていない。今後、日本の環境行政において、重金

属の生物利用性を考慮した評価や管理のあり方が議論に

なることが予想されるが，日本ではその議論の材料とな

る基礎的な知見が限られている。本研究では、休廃止鉱

山周辺の河川水を含む、水質特性（例えば硬度、有機物

濃度、pH）の異なる複数の河川を対象に、薄膜拡散勾

配（DGT:diffusive gradient in thin films）法により

Zn、Cu、Ni、Pb の生物利用性に関する基礎的知見を

得て、それらの情報を用いて、できるだけ限られた情報

から水環境における重金属の生物利用性を効率的・効果

的に評価できる手法を確立することを目的とした。さら

に生物利用性を考慮した場合としない場合でリスクの大

きさがどの程度変化するかを検討した。DGT 等を用い

た実測の結果、金属ごと、地点ごとに生物利用性に違い

が見られた。溶存態濃度に対する DGTLabile の割合

（平均的な値）は、Cu で20%程度、Pb で10%程度、Zn
で70%程度、Ni で60%程度であった。DGT-labile 金属

濃度と化学平衡モデル(WHAM 7.0)より計算したダイ

ナミック濃度（予測濃度）を比較したところ、全体的に

みると、Zn は良い一致、Ni と Cu は DGT-labile 濃度

が予測より低い傾向を示した。水質補正あり（生物利用

性考慮あり）と水質補正なし（生物利用性考慮なし）の

SSD を用いて銅と亜鉛のリスク比較を行ったところ、

日本の水質条件では、リスクの大きさは低下するだけで

なく、上昇する可能性もあることが示された。リスクの
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大きさの変化は最大で2倍程度であった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］重金属、生態リスク、生物利用性、 

DGT 
 
［研 究 題 目］低毒化ガスジェット装置用推進薬の安全

性確認に関する研究 
［研究代表者］中山 良男（安全科学研究部門） 
［研究担当者］中山 良男、若林 邦彦、松村 知治、

高柿 大輔（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 
 低毒性ガスジェット装置用推進薬の衝撃感度試験を実

施して、燃料の輸送時・射場作業時の安全性評価に資す

るとともに他の爆発性物質との比較等安全性の評価を行

う。 
研究計画： 
 従来に比べて低毒性の推進薬として、日本が開発中の

HAN（Hydroxyl ammonium nitrate）系推進薬の安全

性を評価するため、ADN（Ammonium dinitramido）
系推進薬の衝撃感度試験（ギャップ試験）、および両推

進薬の爆轟伝播速度計測試験、加えて、ブースター爆薬

の爆轟圧解析等を行う。 
研究進捗状況： 

 ADN 系推進薬について、MIL-STD-1751A Method 
1041（Large scale card gap test）に準拠したギャップ

試験を実施した。本試験法では、試料物質の衝撃感度は、

ギャップ材に用いる厚さ 1/100インチの PMMA
（Polymethylmethacrylate）板の枚数で評価される。

一連のギャップ試験を行った結果、ADN 系推進薬の

50%爆点は47.6枚程度であることがわかった。 

 HAN 系推進薬と ADN 系推進薬を対象にして、平均

爆速を評価する実験を行った。その結果、HAN 系推進

薬の平均爆速は4120～5240m/s、ADN 系推進薬の平均

爆速は6890～6970m/s であることがわかった。 

 本研究で用いたブースター爆薬（ペントライト）の爆

轟圧は、試験規格で定められた密度の爆薬よりも11%程

度高い爆轟圧が発生していることが爆轟解析より推測さ

れた。  
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］低毒性推進薬、衝撃感度、ギャップ試験、

HAN、ADN、PMMA、50%爆点、爆轟

速度、爆轟圧 

 
［研 究 題 目］土堤の安全性向上に関する研究 

［研究代表者］中山 良男（安全科学研究部門） 
［研究担当者］中山 良男、杉山 勇太、若林 邦彦、

松村 知治、和田 有司、久保田 士郎、

椎名 拡海、角舘 洋三、松永 猛裕、

岡田 賢、秋吉 美也子、薄葉 州、 

匂坂 正幸（常勤職員13名） 
［研 究 内 容］ 
目標： 
 火薬庫の周囲に設置される土堤の防護性能を評価する

ために、野外での実証実験を行い、技術資料を収集する。 

研究計画：1/7.9スケール（含水爆薬80kg）の地上式一

級火薬庫モデルの爆発実験を全6ショット行う。土堤の

高さは現行基準に統一し、モデル土堤に対して降雨量

100mm/hr に近い状況を模擬し、豪雨に対する2種類の

土堤表面保護工法（珪酸カルシウムパネルによる表面保

護と金網による表面保護）の効果をみる実験を行い、表

面保護をしない基準土堤の結果と比較、検討する。 

研究進捗状況： 
 降雨量100mm/hr 程度の散水実験の終了後においても、

土堤の断面形状は保持されたままであった。爆風圧と地

盤振動については、散水の有無や表面保護工法の種類に

よらず、基準土堤と同等の結果が得られた。また、土堤

の表面保護に用いたパネルや金網の飛散状況についても、

散水の有無による差異は認められず、且つ、遠方への飛

散は確認されなかった。加えて、土堤の破壊状況につい

ては、土堤の表面を保護することにより、特に散水有り

の場合、土堤両端部と中央部の破壊と土砂の飛散が基準

土堤と同等、若しくは抑えられることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高エネルギー物質等、爆発影響、土堤、

爆風圧、地盤振動 

 
［研 究 題 目］爆発影響低減化の技術基準の作成に関す

る研究 

［研究代表者］中山 良男（安全科学研究部門） 
［研究担当者］中山 良男、杉山 勇太、若林 邦彦、

松村 知治、和田 有司、久保田 士郎、

椎名 拡海、角舘 洋三、松永 猛裕、

岡田 賢、秋吉 美也子、薄葉 州、 

匂坂 正幸（常勤職員13名） 
［研 究 内 容］ 
目標： 
 火薬庫の周囲に設置される土堤の防護性能を評価する

ために、野外での実証実験を行い、技術資料を収集する。 

研究計画：1/10スケール（含水爆薬40kg）の地上式一

級火薬庫モデルの爆発実験を全5ショット行う。土堤の

高さは400mm（現行基準）に統一し、厚さ20mm の鉄

筋コンクリート製擁壁（以下、RC）を使用した片側垂

直土堤、火薬庫出口から土堤までの距離を2倍とし、厚

さ20mm の RC を使用した片側垂直土堤、補強土を用い

た片側垂直土堤、厚さ40mm の RC を使用した片側垂直

土堤の防護性能を検討する。また、片側垂直土堤に使用

されるコンクリート擁壁が爆発により破砕されて発生す

る飛散物について、薬量のスケール効果を検討する。 

研究進捗状況： 
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 爆風や地盤振動に対する片側垂直土堤の防護性能は、

火薬庫から片側垂直土堤までの距離に依らず基準土堤と

ほぼ変わらないことが確認された。一方、片側垂直土堤

の構造体である擁壁自体が飛散物の発生源となること、

火薬庫からの土堤までの距離を長くすることで飛散物 
の飛散距離は短くなることが実験で示された。コンクリ

ート擁壁から発生する飛散物については、薬量の増大に

従って飛散物の速度が大きくなり、最大飛散距離も大き

くなることがわかった。さらに、その関係を薬量のべき

乗則で整理できることを確認した。また、土堤を構成す

る土砂の吹き上がる高さや拡がり半径については、薬量

によるスケール化則に従うことが確認された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高エネルギー物質等、爆発影響、土堤、

爆風圧、地盤振動 

 
［研 究 題 目］微燃性冷媒の燃焼爆発影響評価 
［研究代表者］匂坂 正幸（安全科学研究部門） 
［研究担当者］匂坂 正幸、和田 有司、緒方 雄二、

佐分利 禎、久保田 士郎、椎名 拡海、

高橋 明文、松木 亮、中山 良男、 

松村 知治、若林 邦彦、堀口 貞茲、

江渕 輝雄（常勤職員11名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 地球温暖化対策として従来の空調機器用に用いられて

きた冷媒の規制が進む一方、地球温暖化係数にすぐれた

新規代替冷媒への転換を促進させることが重要課題とな

っている。ジフルオロメタン（R32、CH2F2）や

2,3,3,3- テ ト ラ フ ル オ ロ プ ロ パ ン （ R1234yf 、
CH2=CFCF3）は地球温暖化係数が低く、オゾン破壊係

数もゼロであることから次世代の冷媒として期待されて

いる。しかし、これらの冷媒はわずかに燃焼性（微燃

性）を有しているため、実用的に利用促進をはかるには

事故などで漏洩した場合のリスクを評価し、適切に利用

するための基準を定めることが重要課題となっている。

本研究では、微燃性冷媒の基本的な燃焼特性を評価し、

事故シナリオに基づいた被害の影響度を評価可能にする

ことで微燃性冷媒のリスク評価に資することを目的とし

ている。 

 本年度は高温・多湿となる日本の気候を考慮し、R32

と R1234yf の燃焼挙動の水分・温度依存性を大容量の

球形燃焼容器を用いた燃焼実験により評価した。また

R1234yf においては遅い燃焼速度の影響で燃焼波面の形

成や伝ぱ挙動が不安定になるため、放電着火条件や燃焼

容器の形状・サイズなどを変化させて初期の擾乱や対流

の影響を調査した。爆発の激しさの指標として燃焼時の

圧力上昇速度から爆発強度指数 KG を評価し、さらに密

閉容器内に放散口を設けた場合の圧力低減効果について

検討した。これにより実規模室内での人体や構造物への

影響を爆発強度の評価手法で検討し、部屋の隙間の存在

による爆発強度の低減効果も含めて事故シナリオに基づ

いた実規模での被害の影響評価を検討できるようにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］地球温暖化、新規代替冷媒、オゾン破壊、

微燃性冷媒、一般高圧ガス保安、冷凍

保安、リスク評価、火炎伝播速度、燃

焼速度、爆発強度指数 

 
［研 究 題 目］民生部門のエネルギー消費実態調査およ

び低炭素化に向けたシナリオの検討 

［研究代表者］玄地 裕（安全科学研究部門） 

［研究担当者］玄地 裕、田原 聖隆、工藤 祐揮 

（常勤職員3名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究では、（独）科学技術振興機構低炭素社会戦略

センター（以下、「LCS」）と共同で、事業として経済

的に自立可能で、かつ、低炭素なエネルギー資源の活用

計画の提案を目指している。 

 平成25年度は、LCS が実施した地方公共団体等と連

携した家庭のエネルギー消費実態調査とアンケート等に

基づき、無理のない節電行動を促すための対策を検討し

た。 

 まず、2013年10月における実験協力家庭の消費電力内

訳を分析し、実験協力家庭の冷蔵庫年間消費電力と省エ

ネ型冷蔵庫の消費電力カタログ値の比較から、省エネ型

冷蔵庫への買替による節電ポテンシャルが大きいことを

示した。 

 買替は、家庭の生活行動を変化させることなく省エネ

が可能となるため、快適性を保ちつつ低炭素に暮らすた

めの対策として効果的であるが、一方で、省エネ機器の

初期費用の高さが指摘されている。そこで実験協力家庭

に対して、「仮に被験者が20万円の省エネ型冷蔵庫への

買替を検討している場合、買替費用を国の認定機関が肩

代わりしてくれる制度（買替費用は、月々の節電代から

認定機関に自動返還される）があれば利用したいか」に

ついて調査した。その結果、初期費用に関する経済的支

援策は、高所得世帯における買替促進効果は期待できな

いものの、年収900万円未満の世帯に対しては効果が期

待できることが示唆された。しかし、希望する返済期間

は5年未満と冷蔵庫の投資回収年数としては短く、経済

的支援策をビジネスモデルとして成立させることは困難

であった。 

 本研究により、買替え促進策としては経済的支援策だ

けでなく、環境意識や社会規範意識、費用便益判断に役

立つ情報提供などその他の環境配慮行動規定因を併せて

刺激する対策が必要であることが示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］エネルギー、バイオマスエネルギー、環

境都市、低炭素社会 
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［研 究 題 目］警固断層帯（南東部）における重点的調

査観測 

［研究代表者］吉岡 敏和 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］吉岡 敏和、宮下 由香里、吾妻 崇、

水野 清秀（地質情報研究部門） 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、福岡県に位置する警固断層帯南東部が活動

した場合に想定される地震災害の軽減を目指し、断層帯

の地表付近の詳細な位置・形状、地下の震源断層形状、

過去の活動履歴等の活断層基本情報の高度化と、震源域

での強震動評価の高度化を目的に、九州大学からの再委

託で実施しているもので、平成25年度は3年計画の最終

年度にあたり、「陸上における活断層の詳細位置・形状

等の調査」および「陸上部の警固断層における最新活動

時期の高精度化」について分担実施した。このうち、陸

上における活断層の詳細位置、断層形状および変位量分

布の把握としては、警固断層帯（南東部）の地表付近で

の詳細な断層位置と分布形状および変位量分布を把握す

るため、警固断層、宇美断層および日向峠－小笠木峠断

層帯を含む全域について詳細な地形面区分を行った。ま

た断層の分布位置形状および変位量のデータを整理し、

それらをデータベース化するとともに、地形分類図、活

断層分布図と合わせて GIS 化した。陸上部の警固断層

における最新活動時期の高精度化としては、陸上部分に

おける警固断層の最新活動時期および複数回の活動履歴

をより高精度に求めることを目的に、これまでの調査結

果に基づいて、春日市の九州大学筑紫キャンパス内にお

いてトレンチ調査等を実施した。その結果、地層の堆積

状況や基盤岩の破砕状況を確認することができ、断層の

通過範囲を限定することができた。 

［キーワード］活断層、警固断層帯、位置、活動時期、

九州大学 

 
［研 究 題 目］H25柏崎深部地震動観測サイト周辺の地

震・GPS 観測網の整備作業 

［研究代表者］阿部 信太郎 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］阿部 信太郎、竿本 英貴、林田 拓己 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新潟県南部地域に展開中の GPS 連続観測点30点と微

動・地震動連続観測点15点の継続的な運用を確保するた

め、データ収集等保守作業を行った。通常の保守に加え、

大雪等に備えるため GPS アンテナのケーブル接続部の

交換・補強を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震観測、GPS 観測 

 

［研 究 題 目］南海トラフ広域地震防災研究プロジェク

ト 

［研究代表者］宍倉 正展 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］宍倉 正展、藤原 治、澤井 祐紀、 

行谷 佑一、松本 弾、谷川 晃一朗、

安藤 亮輔、鈴木 淳（地質情報研究部

門）（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトは、近い将来の発生が危惧される南海

トラフ沿いの巨大地震・津波による災害の軽減に貢献す

るため、大学や研究機関が自治体と連携し、地域連携減

災研究、巨大地震発生域調査観測研究、地震発生シミュ

レーション研究の3つの分野で調査研究を実施している。

活断層・地震研究センターでは、これらのうち、巨大地

震発生域調査観測研究の一環として陸域津波履歴調査を、

地震発生シミュレーション研究の一環としてモデル構

築・シナリオ研究の一部をそれぞれ担当している。平成

25年度は、陸域津波履歴調査では、高知県南国市十市地

区を中心に津波堆積物の検出を目的とした掘削調査を実

施し、9地点でボーリング掘削、3地点でジオスライサー

掘削による地質柱状試料を採取した。このほか既存のボ

ーリング試料の観察や隆起痕跡の調査も実施した。モデ

ル構築・シナリオ研究では、歴史地震の断層モデルとサ

イクルに関する計算手法の検討を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ、巨大地震、津波、履歴、津

波堆積物、地震サイクルモデル 

 
［研 究 題 目］自動車部品等の軽量化を促進するための

メタルと炭素繊維強化プラスチックス

（CFRP）のレーザを用いる異材接合技

術のシステム開発 
［研究代表者］新納 弘之（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］新納 弘之、佐藤 正健、卜部 啓、 

鈴木 隆之、原田 祥久 

（常勤職員5名） 
［研 究 内 容］ 
 CO2排出量削減等の社会的ニーズに対応するために、

自動車の製造において画期的な軽量化が求められている。

炭 素 繊 維 強 化 プ ラ ス チ ッ ク ス （ Carbon Fiber 
Reinforced Plastic：CFRP）は重量当たりの比強度・

比剛性が高く、自動車の軽量化に最も適した革新的材料

である。しかし、CFRP を自動車に適用するための重

要な課題として、金属など異種材料との接合が挙げられ

る。しかし、現段階で実用化されている接合技術はリベ

ットやボルトによる機械締結や構造用接着剤を用いた接

着であり、いずれの場合も接合にかかる費用、時間、信

頼性の点で量産方法としては十分ではない。本研究開発

では、前田工業株式会社、岡山県工業技術センター、大
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阪大学と連携し、CFRP の自動車への量産採用を可能

とするレーザ溶着技術を開発し、レーザ溶着システムと

して具現化する。 

 今年度は、CFRP の損傷しきい値の詳細評価、レー

ザ溶着接合部の接合強度評価技術の開発・実証、および、

レーザ溶着接合部の超音波映像化技術適用性評価の詳細

検討を産総研において分担実施し、レーザ照射部位の

CFRP 表面状態に関しては、3D 顕微鏡等を用いた高精

度分析手法や空中超音波プローブによる非接触映像分析

による評価を行い、レーザ溶着技術の最適パラメータの

評価が検討できた。さらに、JIS K6850規格に準拠した

引張試験を行い、応力、ひずみ、引張せん断強度および

破面観察による破壊特性を昨年度に引き続き評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー、計測・計量標準、ナ

ノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］接合技術、炭素繊維強化プラスチック

ス、自動車部品軽量化、レーザ加工 

 
［研 究 題 目］製鋼スラグと浚渫土により造成した干

潟・藻場生態系内の物質フローと生態系

の評価（国立大学法人広島大学） 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、鈴村 昌弘、谷本 照己、

左山 幹雄、長尾 正之、高橋 暁、 

中里 哲也、鶴島 修夫、塚崎 あゆみ、

山田 奈海葉（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 製鋼スラグと浚渫土の化学的相互作用によって駆動さ

れる栄養塩、金属元素、アルカリ成分および二酸化炭素

などの物質フローを明らかにし、藻場・干潟基盤材とし

ての特性・有効性を評価するための実験を行った。昨年

度に引き続き、疑似堆積物（コア）を用いて土壌および

水環境の中・長期的なモニタリングを行った。浚渫土割

合が8、15、30%のものについては、5 cm 以深では実験

開始直後に pH の上昇と全炭酸・アルカリ度の低下がみ

られた。スラグに含まれる酸化カルシウムと水が反応し

間隙水中のカルシウム濃度と pH が急上昇した後、水酸

化マグネシウムと炭酸カルシウムが析出したためと考え

られる。多元素分析の結果では表層を除けば間隙水中の

マグネシウムがほぼ枯渇しており、上記の反応により間

隙水中のカルシウムとマグネシウムが置き換わったこと

が示唆された。一方、浚渫土割合が75%のコアについて

は、pH の上昇が抑えられ、10～12.5 cm 層でも pH8.5

前後で推移していた。多元素分析の結果からも、間隙水

中のマグネシウムの減少はあるが、枯渇には至らないこ

とが示された。酸性度の高い浚渫土の割合が大きいこと

で pH の上昇が抑えられていることに加え、固化の進行

も抑えられているため、直上水との交換がより活発とな

る効果もあると考えられる。脱リンスラグ比70%以上の

高 pH 環境でも、マイクロコズム水槽実験では一定のア

マモの生育が確認された。表層5 cm 層では直上海水と

の混合が活発であるため、pH 上昇の影響は抑えられて

いることが示唆された。  

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］干潟、藻場、スラグ、浚渫土、物質フロ

ー、pH、微量金属 

 
［研 究 題 目］（残留性有機フッ素化合物群の全球動態

解明のための海洋化学的研究）による研

究委託業務のうち、（残留性有機フッ素

化合物群の包括的海洋測定法の開発）及

び（国際精度管理試験によるトレーサビ

リティ研究） 

［研究代表者］谷保 佐知（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］谷保 佐知、山下 信義、山﨑 絵理子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 温暖化問題・オゾン層破壊・越境汚染など地球環境問

題の焦点となることが多い残留性有機フッ素化合物群

（PFCs）について全球挙動を理解するための海洋化学

的な統一概念を構築する。具体的には、炭素鎖長や修飾

基により様々な物理化学的特性を有する PFCs につい

て、「水溶性」・「揮発性」の有機フッ素化合物の大気・

海水間挙動・環境内構造変換も含めた環境動態を全球的

に明らかにする。 

 分析法開発において、一部の PFOS 関連物質につい

ては海水試料からの回収率が低く適用が困難であったた

め、本研究ではあらたに固相抽出カートリッジ WAX-
Sea を開発し、幅広い PFOS 関連物質に適用可能な分

析方法を確立した。また外洋大気中に超微量で存在する

PFCs の捕集を可能にするために、大気試料低温捕集装

置（CRYOGENIC MOISTURE SAMPLER : CMS）を

柴田科学(株)との共同研究により完成させた。CMS 開

発においては、使用する部材の種類（ガラス、ポリプロ

ピレン）および吸収剤の種類（水、メタノール含有水）

について検討を行った。以上により、海洋中 PFCs の

包括的分析法の信頼性を向上させ、また本技術を用いた

環境測定技術の普及を可能にするために標準操作手順書

（SOP）を完成させた。 

 また、8月に韓国で開催されたダイオキシン国際会議

では本サブテーマ分担者が PFOS 特別セッションのオ

ーガナイザーとしてシンポジウムチェアの Yang 博士よ

り招待された。これについてセッション内容の一般公募

を行い、特に重要な研究発表テーマ13件を絞り込むとと

もに、本プロジェクト成果の一般公開を行った。またシ

ンポジウムボードメンバーの一人でもある UNEP プロ

グラムオフィサーの Fielder 博士と討議を重ね、PFOS
を含むペルフルオロアルキル化合物（PFASs）全体の

外洋汚染調査計画「PFAS analysis in water for the 
Global Monitoring Plan of the Stockholm 
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Convention」に対する日本の参画の主要メンバーとし

て協力を要請された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］残留性有機フッ素化合物、PFOS、トレ

ーサー 

 
［研 究 題 目］大風量低濃度排ガス用直接加熱式吸着回

収装置の研究開発 

［研究代表者］竹内 浩士（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］竹内 浩士、加茂 徹、竹森 信、 

菊川 伸行（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 揮発性有機化合物（VOC）の更なる排出低減が求め

られている。最も多量の VOC を排出する塗装工程は排

ガス風量が大きく濃度が低いので除去処理の前に濃縮す

る必要があるが、ハニカムローター式濃縮装置は温風で

脱離するため濃縮率が上がらない。本研究開発では、ハ

ニカムローター自身を内部から発熱させることによって

最小限のキャリアーガスで脱離させ、これによって濃縮

率を飛躍的に高め、VOC を直接液化回収する省エネで

省スペースなシステムを構築することを目指す。これを

実現するための主な開発項目は、【1】従来技術の温風加

熱に替わる効果的な直接加熱を達成するための磁気発熱

ハニカムの開発、【2】大風量低濃度排ガス用吸着回収シ

ステムの開発、【3】塗装工場での実証試験などであり、

産総研はこのうちの基礎的な検討を担当している。 

 平成25年度においては、磁界印加方式の検討に関して、

新規構造のハニカム試作品の発熱試験を行い、期待通り

均一に発熱することを明らかにした。また、有限要素法

による電磁界シミュレーションを用いてハニカム周辺部

材の素材選定指針を与えた。ハニカム基材への吸着剤担

持法に関しては、平成24年度のバインダーに加えてさら

に8品種を実験的に検討し、熱サイクル試験で評価して

推奨レシピを決定し、併せて低温硬化法への改良も行っ

た。次いで開発したレシピに基づいて試作ハニカムにゼ

オライトを担持し、模擬 VOC の吸着脱離試験を開始し

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］VOC、吸着回収、塗装、リサイクル、 

揮発性有機化合物 

 
［研 究 題 目］ナノ空間を利用した高リサイクル鋳物砂

による無機系砂型鋳造技術の高度化 

［研究代表者］加茂 徹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］加茂 徹、王 正明、小菅 勝典 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、砂型鋳造法において鋳物砂として最

も使用割合の高いけい砂の砂粒子と水ガラスに、微少量

の多孔性物質を複合化し、ナノ空間の吸着･吸蔵及び脱

離特性を活用することで、水ガラス-CO2ガス硬化法に

おける最大の課題である崩壊性に優れた機能性鋳物砂を

開発することを基本として、製造した鋳物砂を用いてア

ルミ合金を対象に砂型鋳造による実証試験を実施し、無

機粘結剤水ガラスを用いた環境負荷低減プロセスを実現

し、省エネ、高生産性特殊鋳型造型技術の高度化を目指

す。 

 25年度は、昨年度明らかにした最適配合比を持つ複合

化鋳物砂を使用し、アルミ鋳造現場実験を実施した。中

子・鋳型の作製、さらに鋳造後中子の崩壊性、鋳肌及び

砂リサイクル性を評価し、実験室スケールから現場レベ

ルへ研究開発を促進するための基盤的データを収集した。

その実証評価結果から、多孔性物質を添加した複合化鋳

物砂は、鋳造後の中子砂の崩壊性に極めて有効な役割を

発揮することを明らかにした。特に、従来の砂型鋳造プ

ロセスでは困難な袋状中子及び波部分の中子砂の高い崩

壊性が、多孔性物質を添加した複合化鋳物砂を使用する

ことによって克服できる可能性が示された。一方、模擬

鋳型の加熱温度に伴う架橋体構造の変化過程を、X 線回

折法、窒素吸着法、並びに透過型電子顕微鏡観察及び走

査電子顕微鏡観察と元素分布画像解析によって検討した。

特に、架橋体痕跡の構造と Na、Si 等の元素分布から、

未加熱状態の粘結物質の加熱変化過程を検討し、粘結物

質から形成される中間物質間の反応生成物の成長が崩壊

性の要因であることを明らかにした。 

 産総研における基礎データの集積、その解析・評価は、

現場実験の使用に資する安定した品質の複合化鋳物砂を

作製することを可能にし、実験室と現場の間を埋めるた

めの役割を果たすことができたと考えている。 

 
［研 究 題 目］フィードバックパラメタリゼーションを

用いた詳細なダウンスケールモデルの開

発と都市暑熱環境・集中豪雨適応策への

応用 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、髙根 雄也、亀卦川 幸浩、 

井原 智彦（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 昨年度は都市キャノピー内の輸送に関する重要なパラ

メータである拡散係数について、その構成成分である乱

流のスケール長に関するフィードバック・パラメタリゼ

ーションを実施した。今年度はこの新しいスケール長を

導入した多層都市キャノピーモデルをメソスケールモデ

ルに導入し、名古屋市、多治見市を含む領域で計算を行

った。2013年9月には名古屋大学構内において被験者実

験を実施したが、この期間中の9月8日から9月20日を中

心に温熱指標である湿球黒球温度の計算を行った。 

 計算された気温は実測にくらべてやや低めに計算され

たが、最高気温、最低気温は日々の変化で最大2℃程度

の誤差の範囲にとどまった。計算された気象要素から屋
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外の湿球黒球温度（WBGT）を計算した。計算期間中

の WBGT は昼頃を中心に厳重警戒レベルに達した日が

3～4日程度あったのみで、多くの日は警戒レベル止まり

であった。 

 改良した温熱環境センサーを用いて、夏季に名古屋市

で被験者実験を実施した。実験期間は、週末影響を避け

るため、8月下旬から9月下旬にかけての火・水・木曜日

とし、具体的には、8月27,28日／9月3～5日／10～12日 

／17～19日／24～26日とした。温熱環境センサーで被験

者周辺の温熱要素（気温、湿度、黒球温度、白球温度、

加熱白球温度）を計測したほか、自記式質問票を用いて、

毎日、着衣量、滞在場所、睡眠状態、疲労状態、暑熱障

害に関する自覚症状の有無を質問した。結果は標準新有

効温度（SET*）で関係を見た方が温度の場合よりも疲

労との関係が明確であることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］気候変動適応評価、都市温熱環境モデル、

健康影響評価 

 
［研 究 題 目］大気環境物質のためのシームレス同化シ

ステム構築とその応用 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では逆問題解析に用いる局所二酸化炭素輸送モ

デルである AIST-MM に生態系起源 CO2の気象や季節

変化による収支を再現できるように NCAR-LSM の炭

素モジュールを参考にして組み込みを試みた。従来の

AIST-MM では夏期の水ストレス等の無い状態での生態

系光合成量と呼吸量を与えていた。しかしこれでは気象

（乾燥ストレス）や季節の変化に対応させることができ

なかった。また、炭素モジュールを組み込む際に、炭素

モジュール以外に従来の AIST-MM から変更しなけれ

ばいけない点があり、 

 ①土壌水分量の予報（降水は GPV または解析雨量） 

 ②キャノピー光合成有効放射量の計算 

 ③日射量の直散分離 

を新たにモデル化する必要がある。①については

Noah-LSM, ②については NCAR-LSM のやり方、③

については Erbs et al. (1982)のやり方を参考として改

良を進めた。計算領域をいくつかのフラックス観測サイ

トが入るようにやや広めにとり、東経133°-142°,北緯 

32°40’-39°40’の範囲を72×85格子（約10km 格子）に

とった。試計算の期間として2011年8月1日～5日間まで

を計算し (GST)、気象条件の境界条件は気象庁

GPV/MSM の3時間毎の初期値を用いた。岐阜県高山市

にある産総研・岐阜大の観測サイト(TKY)に対応する

格子点での計算結果と実測を比較した。夜間は従来の方

法の一致度は比較的良いが、昼間の呼吸量は今回の方法

のほうが高めに出た。従来の方法は当然ながら、気温に

対して呼吸量は1本の線になるのに対し、今回の方法で

は1本の線にはならず、気温に対してばらつきが生じた。

これは各日時の土壌水分量の差により生じており、観測

の傾向と一致した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素吸・発生源解析、AIST-MM、

NCAR-LSM、土壌呼吸 
 
［研 究 題 目］ソーシャルネットワークサービスを活用

したスマートセンサによる住宅環境管理

システムの開発 

［代表研究者］野田 和俊（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］野田 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 いつでも、どこでも、住宅内の各種環境情報を小型の

センサユニットによって管理し、得られたデータはソー

シャルネットワーキングサービス（SNS）を活用した

データ発信器によって公開可能なシステムを構築し、ユ

ーザーに対して容易に可視化できる基本システムの開発

を進めた。住宅環境を測定するためにセンサ（温度、湿

度、気圧、ガス（匂い）、振動等）を小型のユニットに

集合化して設置を容易にし、そこから得られたデータを

簡単にユーザーへ情報提供するために既成のソーシャル

ネットワークサービスを活用したデータ発信器を新たに

開発し、誰でも簡便に利用でき可視化するための基本シ

ステムを試作化し、短期間で実用化に結びつけるための

研究を実施した。 

 センサユニットとしては、室内環境ガス測定を目的と

した、VOC ガス検知特性が良好と考えられるプラズマ

重合薄膜を利用した水晶振動子（QCM）センサを2素子

取り付ける構造のものを試作し、各種ガスに対する検知

特性を明らかにした。また、小型の温湿度センサ、気圧

センサ、3軸加速度センサも内蔵し、さらに光センサな

ど外部センサ信号も入力可能とするアナログ入力機能を

有する構造としたユニットの基本動作特性を確認した。

このセンサから得られたデータは、インターネット上で

多くのユーザーが利用している SNS を利用し、表示可

能なシステムを試作化し、その有効性を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］スマートセンサ、ソーシャルネットワー

クサービス、環境計測、水晶振動子、ケ

ミカルセンサ 

 
［研 究 題 目］現場環境下で容易に測定できる水銀検知

手法の開発 

［研究代表者］野田 和俊（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］野田 和俊、愛澤 秀信 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

廃棄物の焼却や製鉄所・火力発電所等での石炭の燃焼
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に伴う排出物中の微量水銀問題が顕在化しているため、

気相、液相の両方で利用可能な現場環境化下で容易に測

定できる水銀検知手法の開発を目的として実施した。 

本検知手法は、水銀と金との反応（アマルガム）を利

用し、ng レベルの測定が可能な水晶振動子の微量天秤

（QCM）技術（質量変化→周波数変化）を活用し、大

気の指針値と土壌・地下水など液相中の環境基準レベル

の微量の水銀濃度をほとんど前処理無しで直接測定する

検知手法について検討を進めた。 

今年度は、検知濃度や環境に対する影響、測定条件な

どの基本検知特性を求め、一定条件下で低濃度レベルの

水銀濃度測定が可能なことを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水銀、センサ、水晶振動子、環境計測、

ケミカルセンサ 

 
［研 究 題 目］都市型ブルーカーボン：新たな沿岸海域

炭素循環像の構築 

［研究代表者］鈴村 昌弘（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］鈴村 昌弘、鶴島 修夫、山田 奈海葉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで、海洋による CO2吸収は外洋域で発揮され、

陸域からの負荷を受ける沿岸域では有機物が分解する場、

すなわち CO2の放出源と考えられてきた。特に都市河

川が流入し人間活動の影響を受ける内湾は、大量の

CO2放出を伴う環境価値の低い場所であると認識されて

きた。しかし近年、国連環境計画（UNEP）は、森林

など陸上で吸収・貯留される炭素（グリーンカーボン）

に対し、沿岸域で吸収・貯留される炭素を「ブルーカー

ボン」と新たに称するとともに、熱帯林に匹敵もしくは

それを上回る高い沿岸生態系の CO2吸収能力の重要性

をアピールした。本研究では、人間活動の影響を受けて

いる内湾として東京湾を例に取り、流入河川から湾外ま

でを対象として炭素のストック・フローの実測データを

解析と数理モデルによる検証を行ってきた。さらに下水

処理場からの CO2の負荷を含めて、都市隣接海域の理

想のブルーカーボン像について検討を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］沿岸海域、海洋生態系、二酸化炭素、物

質循環、生態系物質循環モデル 

 
［研 究 題 目］次世代構造部材創製・加工技術開発   

［研究代表者］津田 浩 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］津田 浩、遠山 暢之（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

Ti-6Al-4V 合金の接合部の微小欠陥を迅速に検出でき

る非破壊検査技術の確立を目指し、レーザ超音波可視化

探傷法による接合欠陥検出技術の開発を行うこととした。

本年度は2～10MHz の周波数帯域の超音波を用いて、

Ti-6Al-4V 合金のレーザ溶接部における欠陥検出能の評

価を行い、さらに FSW 接合部の超音波可視化画像の計

測を行った。今年度は下記の成果を得た。 

チタン合金の溶接部の超音波伝搬特性を評価した結果、

5MHz 以下において高い S/N 比で超音波検出が可能な

ことを確認した。また接合部表面にスパッタ残痕などの

凹凸があると超音波散乱が生じるため、検査の際は溶接

部近傍のスパッタを除去する必要があることが分かった。 

また溶接部に人工欠陥を導入した試験片の検査を行っ

た結果、2MHz の探触子を用いて0.3mmφの表面欠陥

を検出することができた。実際の溶接欠陥は内部欠陥で

あることから、アクリル斜角ウェッジの角度の最適化を

行う必要があり、また、さらなる欠陥検出能の向上のた

めに、ポリマーレンズ等を用いてレーザビーム径を小さ

くする、平均化処理や画像処理を駆使して S/N 比の向

上を図ることが今後の課題として挙げられる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］摩擦撹拌接合、非破壊検査、チタン合金、

超音波探傷 

 
［研 究 題 目］小型加速器を用いた逆コンプトン散乱光

源による最適なイメージング手法の開発 

［研究代表者］黒田 隆之助 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］平 義隆、安本 正人（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 小型加速器を用いたーザーコンプトン散乱 X 線源は、

X 線領域において、微小光源で、かつ準単色性のある小

型光源という特長を持っている。これらの特長を生かし

たイメージング手法として、回折格子を用いたタルボ干

渉イメージングについて研究を行っている。タルボ干渉

法は、回折格子による強度パターンと回折格子とのモア

レ縞を検出することによる高感度位相コントラスト法の

一種である。 

 平成25年度は、レーザーコンプトン散乱光源によるタ

ルボ干渉実験で用いる、X 線イメージングデバイス（検

出器）についてサーベイを行った。実験に用いる回折格

子の条件から X 線エネルギーは27keV とし、検出器の

解像度は数10ミクロン以下であることが必要条件である。

したがって、X 線 CCD カメラとイメージングプレート

（IP）を利用することとした。まず、双方の利点と欠

点を、電子加速器を用いた実験に特有の条件を加味して

考察し、最適な実験プロセスを確立することとした。X
線 CCD カメラは、遠隔で連続的に画像取得が可能であ

るため、加速器室内における自動連続撮影に適している。

しかし、電子加速器による過酷なノイズ環境では、電磁

波ノイズ等により画像のノイズレベルが高くなり、干渉

像のビジビリティが下がってしまった。IP は電磁波ノ

イズ等の影響を受けないため、過酷ノイズ環境下でもビ
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ジビリティの高い干渉像の撮影が可能であった。しかし、

画像読み取りがバッチ処理になるため、露光から画像読

み出しまでに多くの手間と時間を要し、撮影実験のスル

ープットが下がることが問題であった。特に、検出器や

試料のアライメントを決める際など、撮影ごとに X 線

照射条件を変える場合はスループット低下が著しいこと

を確認した。そこで、次年度以降は、アライメント段階

では X 線 CCD を用いて、干渉像の測定では IP を使う

こととした。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］レーザーコンプトン散乱、単色 X 線源 

       壊検査 

 
［研 究 題 目］量子情報処理プロジェクト「光格子時計

の絶対周波数測定及び国際原子時計への

貢献」 

［研究代表者］洪 鋒雷（計測標準研究部門） 

［研究担当者］洪 鋒雷、安田 正美、稲場 肇、 

保坂 一元、赤松 大輔、大久保 章、 

田邊 健彦、雨宮 正樹、鈴山 智也、

渡部 謙一、和田 雅人 

（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 相対不確かさが10-15以下での周波数比較実験を行うた

めに、Yb 及び Sr 光格子時計の堅牢性を向上させ、Sr
光格子時計による絶対周波数計測、および不確かさ評価

を行った。具体的には、まず、産総研で開発した高速制

御可能な光周波数コムによる線幅転送技術の光格子時計

への応用可能性を確認するために、1064 nm の高安定

レーザの線幅を578 nm に転送して Yb 原子の時計遷移

の分光を行った。そして、照射パルス時間（40 ms）の

フーリエ限界線幅（22 Hz）にて時計遷移の分光に成功

した。さらに、光格子時計の時計レーザの周波数安定化

をより堅牢なものにするために、時計レーザの経時周波

数ドリフトのフィードフォワード補正を行った。これに

より、Sr 光格子時計も Yb 光格子時計同様、連続6時間

以上の周波数計測が可能となった。この Sr 光格子時計

を用いて、時計遷移の絶対周波数計測を行い、3.7×10-15

の不確かさで計測することに成功した。また interleave
法により Sr 光格子時計自身の不確かさ評価を行い、そ

の不確かさを3.8×10-16に低減することに成功した。 

 また、線幅転送による時計レーザの線幅狭窄化を、よ

り堅牢にするために、繰り返し周波数が比較的高い高速

制御可能な光周波数コムを新たに開発した。さらに、こ

の光周波数コムの近くに必要な光源を配置し、光ファイ

バを用いた伝送ロスや位相雑音の影響の低減を行った。

すべての周波数安定化の基準となる1064 nm レーザの

周波数安定度を評価するために、このコムを介して、別

の高フィネス光共振器に安定化された1.5 µm レーザと

の比較を行った。その結果、平均時間1秒における周波

数安定度は、約2×10-15となり、光共振器の熱雑音によ

って制限されていることが明らかになった。また観測さ

れた、ビートの線幅は約1.5 Hz（スキャン時間約1秒）

であった。この結果から、光周波数コムによる線幅転送

技術を用いた時計遷移励起用レーザシステムは十分な性

能を発揮していることが明らかになった。 

 さらに、協定世界時の不確かさを下回る精密計測を行

うために、二台の光格子時計を同時に動作させ、二つの

時計遷移の周波数比計測を行った。測定結果の相対不確

かさは1.5×10-15であった。この値は、これらの光格子

時計を用いて行った絶対周波数計測の不確かさ

（Yb:3.9×10-15、Sr:3.7×10-15）よりも小さく、光格

子時計の優位性を示す結果である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、光周波数コム、光周波数測

定 

 
［研 究 題 目］海水温の精密測定に用いる温度センサの

長期評価技術の開発 

［研究代表者］丹波 純 （計測標準研究部門） 

［研究担当者］丹波 純、山澤 一彰、 

Januarius V. Widiatmo 
（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 独立行政法人 海洋研究開発機構（JAMSTEC）では、

地球環境観測のために高精度センサの開発に取り組んで

いる。このうち高精度水温センサの評価は産総研が行っ

ている。 

 高精度の水温センサの量産化に向け、センサプローブ

の性能安定性の事前確認の手法が確立されていない。そ

こで、本研究では、センサプローブの選定を含めた、性

能評価手法を開発した。24年度までに構築した当該セン

サプローブ専用の評価システムを利用して、JAMSTEC
から供与された充填剤の異なる2種類のサーミスタ素子

の長期安定性の評価を行った。高温における長時間の暴

露の前後において1℃～35℃の範囲の温度－抵抗値特性

を詳細に評価し、充填剤の違いによる特性の変動の違い

を明らかにした。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］温度測定、海水温センサ、長期安定性、

サーミスタ 

 
［研 究 題 目］原案共同作成事業 (JIS B7441改正) 

［研究代表者］阿部 誠（計測標準研究部門） 

［研究担当者］阿部 誠、高辻 利之、佐藤 理 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

  JIS B7441:2009「非接触座標測定機の受入検査及び

定期検査」は産業技術総合研究所、及び光学式非接触三

次元測定機精度評価法標準化コンソーシアムを母体とし
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た委員会の設置により制定に至った経緯がある。今日で

は多くの非接触座標測定機に適用され、公的研究機関等

における製品評価にも活用されている。その後、非接触

座標測定機の ISO 国際標準化が直交形限定で進められ

たため、ISO 規格との互換性を確保する方向での改正

に対する要望の意見が強まった。しかしながら、非接触

座標測定機に関する工業会は設置されるには至っておら

ず、測定機メーカやユーザ相互の意見を代表する機関が

存在しない。そのため産業技術総合研究所に原案作成委

員会事務局が設置され、この規格の改正草案の審議を行

うこととなった。設置した原案作成委員会の審議の途中

で直交形非接触座標測定機を対象とした ISO 規格 ISO 
10360-8:2013が制定され、この規格との整合性を確保す

る観点から JIS B7441を廃止し、JIS B7440-8「光学式

距離センサ付座標測定機」として原案を作成することが

原案作成委員会において決議された。この決議に基づい

て JIS B7440-8原案の作成を完了した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］座標測定機、光学式距離センサ、非接触 

 
［研 究 題 目］試薬の FT－IR を用いた赤外吸収スペク

トルの測定に関する研究 

［研究代表者］衣笠 晋一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］衣笠 晋一、滝澤 祐子、浅井 こずえ、

齋藤 剛（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 試薬 JIS の中で赤外吸収スペクトルは試薬の定性情

報として掲載されている。JIS が改訂される試薬につい

ては、標準スペクトルとしてのスペクトルデータベース

（SDBS）で採用されている測定プロトコルによって測

定された赤外吸収スペクトルを統一的に掲載することで

改訂 JIS の信頼性向上につながるという背景があった。 

本研究では、改訂 JIS で規定される試薬の赤外吸収

スペクトルを測定するプロトコルを検討・開発するとと

もに、スペクトルデータベース SDBS の充実を図り、

さらに得られたスペクトルを JIS 規格内で利用し、

SDBS の普及を図ることを目的とし実験を実施した。

具体的には、JIS の改訂を迎える14の試薬について

SDBS の測定条件下得られた IR スペクトルと JIS にあ

るスペクトルとの比較を行い測定条件の妥当性を検討し

た。得られたスペクトル及びピーク情報つきスペクトル

をそれぞれビットマップ（BMP）形式及び pdf 形式と

で作成し、最後にこれらのファイルを JIS 原案の資料

として提供した。また、すべてではないが質量分析や

NMR スペクトルの測定も行い、SDBS のデータとして

追加した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］スペクトル、データベース、赤外吸収ス

ペクトル、試薬 JIS 
 

［研 究 題 目］リアルタイム自己校正型ロータリーエン

コーダ 

［研究代表者］渡部 司（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡部 司（常勤職員1名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 工作機械や組み立てロボットの位置決め精度の高度化

には、角度測定に広く用いられているロータリーエンコ

ーダの高精度化が不可欠である。機器やロボットに組み

込んだ後は不可能と思われたロータリーエンコーダの角

度誤差をリアルタイムに評価し、さらにその誤差補正ま

で行う低価格で小型な次世代ロータリーエンコーダを研

究し、角度制御の信頼性確保に貢献できる製品の研究開

発を行う。これにより、位置決めに係る技術において達

成すべき高度化目標の高精度化、小型化・軽量化、低コ

スト化のための技術向上と寿命管理技術の向上に応える

ことを目的とする。 

 自己校正機能付ロータリーエンコーダのリアルタイム

角度誤差処理技術の実現のためにデータ処理部とエンコ

ーダ本体部の開発を行った。データ処理部では、基板サ

イズが50 mm×50 mm の小型リアルタイム校正用

FPGA ボードを開発した。エンコーダ本体部では、透

過型と反射型のセンサヘッドを用いて直径φ86 mm～

φ41.4 mm のサイズのスリット板（スケール）を用い

て自己校正型ロータリーエンコーダを製作した。データ

処理部とエンコーダ本体部を結合したリアルタイム自己

校正型ロータリーエンコーダを実現し、約±1″の目標

の精度を達成していることを確認した。当該事業の目標

である角度誤差補正を行う低価格で小型なリアルタイム

自己校正型ロータリーエンコーダを実現し、角度制御の

信頼性確保に貢献できる製品の研究開発を達成した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］長さ計測、角度、位置決め精度、計測技

術 

 
［研 究 題 目］TMB／REMCO 対応 

［研究代表者］齋藤 剛（計測標準研究部門） 

［研究担当者］齋藤 剛、千葉 光一（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 国際標準化機構の標準物質委員会（REMCO）国内審

議委員会を2回開催、REMCO 本会議等への専門家派遣

等を行った。国内審議委員会は REMCO 本会議前後に

それぞれ1回ずつ開催した。本会議前の国内審議委員会

においては、REMCO 本会議の対処方針案の策定等を

行った。オーストラリアで開催された REMCO 本会議

には、WG コンビーナを派遣し ISO Guide 31改訂作業

に貢献する一方で、国内審議委員会で議論した方針案の

反映活動並びに、その他ガイド改訂方針等の調査を行っ

た。審議中の標準物質に関わるガイド改正及び新規作成

状況、並びに諸外国の対応状況の調査を行うことで、日

本に優位なガイド作成の方針を反映できるように活動し
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た。本会議後の国内審議委員会においては、本会議の報

告 等 を 行 っ た 。 ま た 、 Asian Collaboration on 
Reference Materials（ACRM）会議において、標準物

質生産に関する日中間の取り組みに REMCO のガイド

をどのように取り入れて行くのか、また、日本のみなら

ずアジアでの標準物質ガイド作成について議論を行い、

これらの議論を基にした対処案策定に役立てる土壌を築

いた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ISO、標準物質、標準物質生産、ガイド

30シリーズ 

 
［研 究 題 目］標準コンダクタンスエレメントを用いた

基準微小ガス流量導入装置の開発 

［研究代表者］吉田 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］吉田 肇、新井 健太（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

 高真空・超高真空を測定する電離真空計や分圧真空計

は、これまで、適切な校正方法が無かったため、正しく

校正することが難しかった。近年、産総研では、ステン

レス製の多孔質焼結体からなる微小ガス流量導入素子

「標準コンダクタンスエレメント（SCE)」（特願2009-

197894）を開発した。SCE を用いることで実現する定

量化された再現性の良い気体流量は、真空計を“その

場”校正するための信頼性の高い基準と利用することが

できる。本研究では、SCE を用いて、ユーザ自らが、

任意の気体種について、既知の流量を真空装置に導入す

ることが可能で、かつ、操作に専門的な知識と習熟を必

要としない基準微小ガス流量導入装置を開発することを

目的としている。 

 今年度は、設計値通りのコンダクタンスを持つ多孔質

体を製作の歩留まりを、30 %から70 %まで向上できた。

SCE 単体で、年率3 %以下の分子流コンダクタンスの

安定度を確認した。標準コンダクタンスエレメントを組

込んだガス導入器の試作機を開発した。複数の研究者で、

操作性の評価を行い、良好な結果を得た。流量の不確か

さ評価を、国際基準に基づいた方法で行った。スピニン

グロータ真空計を用いて、絶対値の信頼性5～10 %以下

を実証した。昇温脱離分析のラウンドロビン試験を実施

し、絶対値の信頼性10 %以下を実証した。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］真空、計測、高真空、超高真空、分圧、

ガス放出、リーク、校正 

 
［研 究 題 目］パルス通電加熱法を利用した溶融核燃料

の熱物性測定システムの開発 

［研究代表者］渡辺 博道（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 核燃料の溶融挙動解析において、融点以上での比熱、

全放射率、溶融のエンタルピーは重要な物性値である。

本研究では、パルス通電加熱法を利用して、溶融状態に

おける核燃料の上記熱物性値を熱量法の原理により測定

する方法の開発の一環として、非導電性の酸化物である

核燃料を融点以上に急速加熱するシステムの設計・試作

を行うことを目的とする。 

 上記の目的を達成するため、(1)棒状酸化物試料加熱

用セルの設計・試作、(2)試料チャンバー及びに棒状試

料用ホルダーの設計・試作、(3)タングステン試料セル

の温度測定方法の検討を行い、下記の結果を得た。 

 厚さ0.15 mm のタングステン板を丸めて酸化物試料

加熱セルの試作を行った。溶融酸化物試料の保持に必要

な加圧雰囲気下で使用可能な試料チャンバーを試作した。

外径3～5 mm、長さ50～100 mm の棒状試料用ホルダ

ーを試作した。タングステン製の試料加熱セルに C 型

熱電対を接続する2種類の方法を考案した。放射温度計

による試料の直接的な真温度測定を行うために必要なタ

ングステン曲面への垂直配向カーボン・ナノチューブの

製膜を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱物性、タングステン、酸化物、カーボ

ンナノチューブ 

 
［研 究 題 目］局部傾斜角度測定を利用した高精度かつ

高ダイナミックレンジな形状測定法の開

発 

［研究代表者］尾藤 洋一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］近藤 余範（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 表面形状の高精度な測定法としては、干渉計測法が最

も一般的である。干渉計による形状測定法は、2次元の

形状分布を一度に得ることができ、分解能もナノメータ

ノレベルが実現可能であるが、基本的に参照平面（もし

くは球面）との差分測定であるため、測定の絶対精度は

参照平面の精度によって制限され、ナノメータレベルの

絶対精度を実現することは容易ではない。そこで本研究

では、ナノメータレベルの絶対精度を達成するために、

角度測定を利用した形状測定装置の開発に取り組んでい

る。 

 これまでの局部傾斜角測定を利用した形状測定法にお

いては、高精度なオートコリメータから出射される測定

ビームを、ペンタミラーの機械的走査を介して、対象表

面上で直接スキャンしていた。空間的な局所性は、対象

表面の直前に置かれたピンホールによって担保されてい

るが、光量等の問題から、ピンホール径は5mm 程度以上

とする必要があった。また、機械的走査により、オート

コリメータと対象表面との距離が変化してしまうため、

角度測定の精度・特性が測定中に変化してしまうという

問題点もあった。そこで本研究では、レーザ光（ビーム

径約1 mm）を測定ビームに用いた Null instrument を
導入した新たな形状測定システムを提案した。Null 
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instrument により、局所的な傾斜角変化は回転ステー

ジの回転角変化に変換される。回転ステージの角度変化

は、オートコリメータにより一定の距離で測定され、角

度変化の積分により形状分布が算出される。実際の実験

では、口径70 mm のガラスの表面形状を測定した。得

られた形状の PV 値は約25 nm、その繰り返し性（10

回）は PV 値で±0.6 nm 以下であり、1 mm 径の測定

ビームにおいても極めて高い測定の再現性が確認できた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］形状計測、平面度、角度 

 
［研 究 題 目］個別化医療に向けた次世代医薬品創出基

盤技術開発（国際基準に適合した次世代

抗体医薬等の製造技術） 

［研究代表者］藤本 俊幸（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤本 俊幸、絹見 朋也、加藤 晴久、 

稲垣 和三、藤井 紳一郎 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代抗体医薬等の製造技術における先進的品質評価

技術の開発において、バイオ医薬品の会合凝集に伴う不

均一性の解析評価技術を開発し、バイオ医薬品に付随す

る品質の不均一性を制御し、品質としてより優れた医薬

品の提供に資する解析評価システムを構築する。バイオ

医薬品の会合凝集に伴う不均一性評価において、第一に

再現性の高い抗体分子凝集体量の定量評価を実現するた

めの技術基盤を確立する。特に流れ流動場分離法を用い

た高精度且つ再現性の高いサイズ分離を目指したデバイ

ス流路構造の必須要件を検討する。第二に会合凝集体に

含まれる物質を定量的に評価するため、質量分析による

抗体試料中不純物評価技術の開発を行う。会合凝集体に

夾雑している不純物タンパク質、低分子有機化合物、核

酸を対象とする有機分子、および金属不純物に代表され

る無機分子について、質量分析を駆使した構造解析や定

量を進めるための基盤技術を構築する。 

 流れ流動場分離法を用いた凝集体量の評価技術におい

ては、凝集体等の高精度なサイズ分離を目指したデバイ

ス流路構造設計を実施した。また、有限要素法に基づく

流体力学的な流れ場の評価を実施し、流路設計要素の変

動による流れ場の乱流発生などの影響評価を行い、最適

なデバイス流路構造評価を実施した。結果、再現性の高

いサイズ分離を達成する最適なデバイス流路構造につい

て確定することができた。 

 抗体試料中不純物評価においては、サイズ分離される

抗体試料における有機不純物、無機不純物について、質

量分析を可能とするための評価技術開発を行った。タン

パク質分析では、リコンビナントタンパク質をモデルと

し、血清マトリックス中のタンパク質を特異的に評価可

能なペプチド成分の質量分析計による測定を実現した。

また核酸については、RNA 分子内りんを指標として誘

導結合プラズマ質量分析装置（ICP-MS）での測定を実

現した。無機不純物については、ICP-MS での高感度不

純物評価を実現するために、グリッド式試料噴霧器のプ

ロトタイプを作製し、大容量噴霧に適した気化室、加熱

ヒーターの設計試作を行った。これらの評価技術の実施

および試料導入系の試作によって、分析基盤を確立した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］抗体医薬、凝集体、サイズ分離、質量分

析、不純物 

 
［研 究 題 目］室内環境中ピレスロイド系及び有機リン

系農薬の曝露評価のための基礎的研究 

［研究代表者］大竹 貴光（計測標準研究部門） 

［研究担当者］大竹 貴光（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 現代人は、一日のおよそ8割を室内で過ごすと言われ

ていることから、室内環境はヒトの健康を考える上で重

要である。そこで近年、建材などを発生源とする、室内

中のホルムアルデヒドや揮発性有機化合物の分析が多く

行われている。しかし農薬類のうち、特にピレスロイド

系及び有機リン系農薬は、例えば家庭用殺虫剤、蚊取り

線香、タンス用の防虫剤として室内で幅広く使用されて

いることから、先に述べたホルムアルデヒドなどと同様

に調査の必要性が高いにもかかわらず、国内の一般家庭

を対象とした調査はほとんど行われていない。さらに当

該農薬の一部は、曝露することにより神経系に影響を引

き起こす可能性が示唆されている。そこで本研究では、

将来的に曝露評価を行う土台作りとして、室内における

ピレスロイド系及び有機リン系農薬分析を、一般家庭の

空気及びハウスダストを対象に行い、濃度レベルをモニ

タリングすることを目的とした。 

 今年度は、昨年度確立した分析法を用い、一般家庭の

室内中ピレスロイド系及び有機リン系農薬の分析をし、

濃度レベルをモニタリングすることができた。また、室

内中の農薬濃度に影響があると考えられる項目について

アンケート調査も行い、検出された農薬の発生源が殺虫

剤であるということを推測した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］室内環境、ピレスロイド系農薬、有機リ

ン系農薬 

 
［研 究 題 目］定量 NMR 用標準物質開発のための高精

度純度評価法に関する研究 

［研究代表者］山﨑 太一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］山﨑 太一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では近年対象物質そのものの標準を必要としな

い分析法として注目を集める定量 NMR のための標準物

質開発における純度評価法について検討した。定量

NMR では特定の標準物質を必要としないものの、定量
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NMR の標準物質には純度値の他、溶解性や測定で得ら

れる化学シフト値等の様々な要件を満たすことが有用な

標準物質の条件となる。そこで本研究では始めに「定量

NMR のための内標準物質の選定」を実施し、選定した

候補物質について「高精度純度評価法」を検討した。 

 現在、市販されているものを含めて定量 NMR のため

の標準物質として適切な化合物の選定を行い、いくつか

の候補物質を見出した。本研究課題の期間においては中

でも有用性の高いと考えられる1H NMR,19F NMR と

もに利用が期待できる3,5-ビストリフルオロメチル安息

香酸について、適応可能な測定法を検討し、高精度な値

付けが可能か検討し、差数法、電量中和滴定法、凝固点

降下法のすべてにおいて0.1 %を下回る測定精度で評価

可能であることを確認した。また、今回用いた電量中和

滴定法および凝固点降下法は不純物の物性によって定量

値に影響を与えることが予想されたため、不純物を精確

に評価することでより高精度な純度評価を行った。 

 さらに、検討した3,5-ビストリフルオロメチル安息香

酸の認証標準物質開発も行い、2014年度内に頒布予定と

なっている。 

 定量 NMR では対象物質そのものの標準を必要としな

いものの、溶解性や化学シフトによって適用範囲が限ら

れるため、今回の研究期間中で開発した1物質では不十

分と考えられる。そこで、本研究課題内で候補となった

他の化合物についても認証標準物質として開発すること

で、適用分析対象を拡大することが大きな課題である。

また、定量 NMR 法自身がまた発展途上な分析法である

ために測定法の標準化も大きな課題の一つと考えている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］定量 NMR、純度評価、標準物質 

 
［研 究 題 目］地熱発電技術に関する委託研究「地熱貯

留層評価・管理技術」   

［研究代表者］阪口 圭一（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］阪口 圭一、浅沼 宏、高倉 伸一、 

杉原 光彦、相馬 宣和、水垣 桂子、

松林 修（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は，地熱発電所の安定した運転に有効であ

る と 考 え ら れ 、 海 外 で 成 功 例 の あ る 涵 養 技 術

（Enhanced Geothermal Systems [EGS] 技術の一

種）を国内の地熱発電所に導入するにあたって、実証試

験および数値シミュレーションを通じて地熱貯留層への

涵養の規模により温泉滞水層や地熱貯留層にどのような

影響が及ぶかを明らかにし、地熱発電所への一般的な適

用のガイドラインを示すことを目的とし、平成25年度か

ら29年度までの5年間に福島県柳津西山地熱地域とその

周辺を対象として涵養の実証を行い、最適化の手法の構

築を目指すものである。平成25年度の研究開発として、

AMT 法（浅部用電磁探査法の1種）調査、重力調査、

弾性波モニタリングを実施した。 

 AMT 法調査では、柳津西山地熱地域の3本の測線に

沿った30測点での測定と2次元解析を実施し、深度

1.5km 程度までの比抵抗断面を求めた。その結果、(1)

主要な地熱生産ゾーンである血の池沢断層と猿倉沢断層

付近の標高約－500m 以深は比較的高比抵抗であり、高

温のためスメクタイトが消失している、または熱水が少

ないことを反映している可能性がある、(2)Line300測線

に沿って実施した AMT 法の解析結果を以前の調査結果

と比較すると、低比抵抗層の層厚が減少しており、最近

10年の間に地熱貯留層内の熱水量が減衰したことを反映

している可能性がある、等のことが判明した。 

 重力調査では柳津西山地熱発電所を中心とする直径

5km 以内の60測点で重力測定および測量を行い、既存

重力データを加えて2次元および3次元密度構造解析を実

施した。残差重力異常の算出により、発電所周辺地域に

おいて顕著な低重力異常が認められた。初期モデルは、

発電所周辺は変化が少ない構造として設定したが、イン

バージョン結果では特にモデルの L3、L4層の上面深度

において、初期モデルには無い窪みの構造を示すような

変化が現れた。 

 弾性波モニタリングにおいては、平成26年度以降の地

熱貯留層への注水作業時に弾性波モニタリング（坑内お

よび地表での観測）を速やかに実現できるように、坑井

内および地表用 AE（アコースティックエミッション）

センサおよびデジタルデータ記録転送装置からなる AE
観測システムの構築、AE データ自動解析の準備、なら

びに AE データ・リモートアクセスシステムの整備を行

った。 

［分 野 名］地質、環境・エネルギー 

［キーワード］地熱、地熱貯留層、EGS（Enhanced  
Geothermal System）、涵養技術、物理

探査、AMT 法、重力調査、弾性波モニ

タリング 

 
［研 究 題 目］FEderated Test－beds for Large－scale 

Infrastructure eXperiments（FELIX）    

［研究代表者］工藤 知宏（情報技術研究部門） 

［研究担当者］工藤 知宏、竹房 あつ子、中田 秀基、

高野 了成、広渕 崇宏、谷村 勇輔 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

将来のインターネット基盤として、欧州の OFELIA
（The European OpenFlow Experimental Facility）
や日本の RISE（広域 SDN/OpenFlow テストベッド）

など高性能新世代ネットワークファシリティーが現在世

界中で運用されている。しかしながら、それらをスケー

ラブルかつ効率的に組み合わせた連携フレームワークは

定義されていない。そこで本研究では、利用者が日欧に
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またがる新世代ネットワーク実験環境上のスライスを要

求し、モニタリングし、管理することができるフレーム

ワ ー ク 開 発 を 目 的 と す る 。 そ の た め に 、 SDN
（Software Defined Networking）のコントロールフレ

ームワークや Open Grid Forum（OGF）の Network 
Services Interface（NSI）など新しいネットワーク技

術を用いて、新しい連携フレームワーク基盤 FELIX を

構築する。分散する異種の高性能新世代ネットワークフ

ァシリティーを、NSI で制御された JGN-X、GEANT
などの高速ネットワークを介して連携可能にすることで、

新しい SDN 型のサービスアーキテクチャを提供し、日

欧の研究コミュニティーが必要とする動的でシームレス

な実験環境の構築を実現する。 

 3年計画の初年度にあたる平成25年度は、1）これまで

の経験に基づきクラウドとネットワークの観点から連携

フレームワークのユースケースを列挙し、技術要件を明

確化した。また、全体のアーキテクチャならびに機能ブ

ロックの基本設計を行った。2）1）の基本設計をもとに、

統合制御フレームワークの実装に向けた議論を開始した。

また、日本側 SDN テストベッドである RISE 側とも実

装に関する協議を開始した。3）提案技術の広報普及活

動をクラウドコミュニティーに対して行うとともに、提

案技術の標準化活動を OGF NSI ワーキンググループで

実施した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］クラウド、半導体ストレージ、並列分散

計算、マップリデュース 

 
［研 究 題 目］複数データベースからのデータ取得のた

めのフレームワークの構築及びデータベ

ースの国際連携    

［研究代表者］田中 良夫（情報技術研究部門） 

［研究担当者］田中 良夫、小島 功、中村 章人、 

Lynden Steven、油井 誠、岩田 健司、

中村 良介（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 原子力規制庁では、平成25年度において、「文部科学

省放射性物質の分布状況等調査データベース」も含め、

福島県及び関係省庁の環境モニタリングの結果について

統合的にとりまとめ、一元的に登録・管理できるように

「東京電力福島第一原子力発電所事故による環境モニタ

リング等データベースの構築」事業を推進している。 

本研究は、本事業のもと「データベースの利用促進を

目的としたシステム及びツールの整備」の一環として、

複数データベースからのデータ取得のためのフレームワ

ークの構築を進めるものである。また、「東京電力福島

第一原子力発電所事故による環境モニタリング等データ

ベースの構築・運用」の一環として、データベースの国

際連携を進めるものである。 

 本研究は平成25年度の単年度計画であり、①複数デー

タベースからのデータ取得のためのフレームワークの構

築、②データベースの国際連携、について研究開発を進

めた。①においては、東京電力福島第一原子力発電所事

故による環境モニタリング等データベースと種々の地理

空間情報データベースを、地理空間情報に関する国際標

準化団体 Open Geospatial Consortium（OGC）の標準

仕様に基づいて連携させ、放射性物質の分布状況の把握

や今後の動態予測に重要なデータを取得するフレームワ

ークを構築した。構築したフレームワークを活用し、各

種データベースに格納されたデータを組み合わせて可視

化するツールを検討し、原子力規制庁の承認の下、3種

類整備した。複数データベースの連携において、取得し

たデータに対して任意の処理を高速に行う機能をフレー

ムワークに組み込むとともに、データの解析手法や解析

結果などのノウハウや知見を必要に応じて利用者間で共

有する機能を実現した。また、ウェブ利用技術の国際標

準化団体である World Wide Web Consortium（W3C）

の標準仕様を用いたデータベース連携を実現し、OGC
標準規約と W3C 標準規約による複数の国際標準規約に

基づくデータベース連携を実現した。②においては、異

なるフォーマットを持つデータベースが互いに連携し、

自動的に最新データを反映できる機能を作成した。フォ

ーマットの違いを解釈・吸収するソフトウェアを開発す

ることにより、異なるフォーマットを持つデータベース

が互いに連携し、自動的に最新データを反映できる機能

を作成した。また、OGC 標準規約と W3C 標準規約に

よるデータベースの国際連携利用を実現した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］データベース、国際連携、放射性物質、

環境モニタリング、地理空間情報 

 
［研 究 題 目］プロサポシンまたはサポシン B による

ファブリー病に対する酵素増強薬の開発  

［研究代表者］千葉 靖典（生物プロセス研究部門）  

［研究担当者］千葉 靖典、狩谷 絢香 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 遺伝性難病である幾つかのリソソーム病に対して、疾

患責任酵素を遺伝子工学で産生し、その組み換え酵素を

血管内に投与する酵素補充療法が導入された。しかし、

酵素製剤の血中での不安定性、ターゲット臓器への取り

込みの低さ、繰り返し投与によるアレルギー性有害副反

応の発生や治療効果の減弱などが大きな問題となってい

る。 

 本プロジェクトでは、明治薬科大学の櫻庭均教授を代

表研究者とし、分子設計により、従来の治療薬酵素より

も安定で、細胞内取り込みに優れ、アレルギー反応を起

こし難い新規リソソーム病治療用酵素を開発する目的で

研究を行なっている。 

 研究担当者らは分担課題において、リソソーム病の中
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で最も発生頻度が高いファブリー病に対して、その疾患

責任酵素であるα-ガラクトシダーゼ（GLA）の活性化因

子であるプロサポシンを CHO 細胞または酵母細胞におい

て大量発現し、精製法を確立することを目的としている。

今年度はサポシン B 遺伝子を導入した酵母細胞の培養液

から計4mg のサポシン B を精製し、共同研究先に供与し

た。ファブリー病モデルマウスにサポシン B と改変型

NAGA を尾静脈から共投与した場合、改変型 NAGA 単独投

与に比べて、肝臓、心臓、腎臓に蓄積した Gb3の分解が

促進されることが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス    

［キーワード］ファブリー病、プロサポシン、酵素補充

療法 

 
［研 究 題 目］拡散接合法による SiC 素子用高信頼性

冷却（放熱）基板の開発 

［研究代表者］山口 浩（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 

［研究担当者］山口 浩、佐藤 弘、仲川 博 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
SiC パワー半導体素子が持つ優れた耐熱性能の活用は、

ハイブリッドカー等への適用が期待されている。しかし、

SiC パワー素子の耐熱性能の活用には、素子周辺で用い

られる部品類も高温実装に対応する必要があり、耐高温

性能の向上が求められている。その中でも、高温実装に

対応したセラミック基板は、配線金属とセラミックの複

合体であるため、耐高温性と信頼性を両立させる技術開

発の重要性が増している。本検討では、窒化ケイ素

（SiN）セラミックと銅回路の接合体である Direct 
Bonded Copper 基板（DBC 基板）を高温実装に適用し

た際におけるセラミックと銅回路の接合信頼性の解析・

評価を実施している。具体的には、外部機関で開発され

た DBC 基板に対して、温度サイクル試験（-40℃～

+250℃の耐久性試験）や変形観測等による評価を実施し、

当該基板における接合技術の得失を総合的に評価するこ

とで、開発技術の高信頼化や接合形成プロセスの改良な

どに寄与している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SiC、パワー半導体、高温実装、セラミ

ック基板 

 
［研 究 題 目］産業用移動機械向けに低価格で実現す

る高精度マシン制御システムの開発 

［研究代表者］小谷内 範穗（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小谷内 範穗（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

道路工事の自動化・情報化や屋外作業ロボットに必要

となる高精度位置検出センサは現在2周波 RTK-GPS 装

置が用いられているが、高価格が普及の妨げになってい

る。そこで「産業用移動機械向けに低価格で実現する高

精度マシン制御システムの開発」では1周波 RTK-GPS
装置、モーションセンサ、工事情報サーバーなどを使っ

た低価格普及型センサシステムを開発することを目標と

している。 

産総研では、これまでの2周波 RTK-GPS の情報処理

と屋外建設機械の自律化の研究の実績を活かして、「モ

ーションセンサによる1周波 RTK-GPS 情報の補間アル

ゴリズムの開発」および「移動局モーションセンサの開

発」の一部を担当している。 

平成25年度は、平成23および24年度に開発した2周波

RTK-GPS 情報と IMU（慣性航法センサユニット）情

報の補間アルゴリズムのプログラム改良を行った。過去

2年間で開発した補間アルゴリズムは産業技術総合研究

所つくば研究センター北サイトにある屋外実験場に設置

した基準局の位置に基づいて、すべて関東地方が含まれ

る国土地理院平面直角座標系第 IX 系に変換することを

前提にプログラムを組んできた。最終年度では、国土地

理院が規定する I～XIX のどこでも使用できるように、

座標系に関係する部分を構造化して、プログラムから独

立したデータファイルから自由に変更できる構造に大改

造を行った。これにより、基準局の設定もプログラムか

ら独立したデータファイルから指定できるようにした。

また、建設機械特有の衝撃的振動によるセンサへのスパ

イクノイズを除去するフィルターアルゴリズムを新たに

追加し、良好な処理結果を確認した。これらの変更を3

次元グラフィクスで確認できるシステムも開発した。 

移動局モーションセンサの開発に関しては、補間アル

ゴリズム実行に必要なセンサに関して情報交換を行っ

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］情報化施工、屋外作業ロボット、 

GPS、姿勢センサ 

 
［研 究 題 目］チタンアルミ合金切削加工技術の確立

による境対応型先進 UAV 用ターボジェ

ットジェネレーターの開発 

［研究代表者］岩田 拡也（知能システム研究部門） 

［研究担当者］岩田 拡也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

平成25年度は、チタンアルミ合金の高精度高速切削加

工技術の確立による「チタンアルミ合金製タービン」の

開発や、製造したタービンを用いてコストダウンと高効

率化を実現する「ターボジェットジェネレーター」の開

発のために、チタンアルミ合金材料の切削加工条件を把

握し、切削加工の際に利用するエンドミルの試作・評価

を実施した。 

また、高効率で軽量なチタンアルミ合金製タービンを

設計するため、最適な形状や、その形状を実現する切削

条件・工具・ツールパスを検討した。さらに、ターボジ
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ェットジェネレーターの完成に向け、3次元 CAD によ

る設計及び補機類等の部品製作、試作機の組立、接合試

験等を実施した。 

具体的には、チタンアルミ合金の高精度高速切削加工

技術の開発において、チタンアルミ合金の材料特性を把

握し、より厚い刃を有する切削工具の必要性を解明し、

及び最適な刃数の特定し、主軸回転速度の高速化による

工具の長寿命化を確認し、良好な加工結果を得た。チタ

ンアルミ合金製タービンの試作の際、旋盤加工では、回

転数、切込み量などの最適化により、ムシレが少なくチ

ップのカケも無い条件を見つけることができ、マシニン

グ加工についても、加工条件（回転数、送り速度、切込

み量）の最適化により、ワレ、ヒビなど無く良好な状態

で加工することができた。ターボジェットジェネレータ

ーの開発では、オルタネーター（発電機）に模型飛行機

用タービン及び減速機を連結させて実験を行い、125V
の発電に成功し、200W 程度の家電製品を難なく使用す

ることができた。また、エンジン内部の燃焼状態を把握

するため、燃焼の可視化技術を構築することができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］無人航空機、飛行ロボット、ロボット用

小型ジェットエンジン 

 
［研 究 題 目］隊列走行 HMI 技術に関する受容性調査 

［研究代表者］加藤 晋（知能システム研究部門） 

［研究担当者］加藤 晋、橋本 尚久 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

運輸部門のエネルギー・環境対策として、省エネルギ

ー効果の高い ITS（Intelligent Transport Systems）技

術による「渋滞半減を目指すクルマネットワーク化社会

システム」および「物流効率倍増を目指す自動制御輸送

システム」の実現が期待されている。これに対し、昨年

まで NEDO のエネルギーITS 推進事業において、高度

なエコドライブを可能とする自動運転と、空気抵抗を低

減するために複数の貨物車両が接近して走行する隊列走

行の技術開発を行い、車間距離4m、車速80㎞/h の大型

トラック4台での隊列走行システムを実現した。今回の

グリーン自動車技術調査研究事業（隊列走行技術に関す

る受容性調査）では、この隊列走行システムの社会導入

に向けた受容性を調査し、社会実装への課題抽出を行う

ことなどを目的としている。この事業の中で産業技術総

合研究所は、エネルギーITS 推進事業での研究開発実績

から、隊列走行システムにおける人と車両との接点であ

るヒューマンマシンインターフェース（以後、HMI）
部分に対する受容性調査を担当した。HMI 部分は、手

動と自動の制御の受け渡しとなる部分であり、また、機

器の状態や周辺状態、さらには故障や不具合を知る重要

な部分といえる。今回、隊列走行の HMI 技術に関して

の受容性調査として、特に、情報や状態の認識の部分に

絞って、理解性や情報そのものの必要性などを知るため

のアンケート調査を行うものとした。このような情報や

状態の認識の部分の受容性は、個人差があるため評価は

難しいが、主観的な評価を行うことで、ある程度の一般

化と示唆を行うものとした。具体的には、大型トラック

を用いた隊列走行システムにおけるドライバへの情報提

供などを行う HMI 装置について、アンケート調査を実

施し、その整理と課題の抽出を行い、調査報告書にまと

めた。なお、アンケート調査は、ITS 世界会議2013東京

における試乗デモの参加者を主な対象とし、海外等の自

動車関連の技術者などの意見の集約を試みている。その

ため、車内の画面表示や音声、車外の電光表示に対する

英語化の改修作業なども行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］自動運転、隊列走行、受容性、HMI 
（ヒューマンマシンインターフェース）、 

安全性・信頼性 

 
［研 究 題 目］人の能力を超える緊急事態対応ロボッ

トに関する国際共同研究 

［研究代表者］比留川 博久（知能システム研究部門） 

［研究担当者］比留川 博久、横井 一仁、原田 研介、

吉田 英一、阪野 貴彦、山野辺 夏樹、

佐川 立昌、花井 亮、 

Ixcel Ramirez-Alpizar 
（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、極限環境において人を超える踏破性能や

運動性能、作業精度を発揮する緊急事態対応人間型ロボ

ット基盤技術の研究開発を、若手研究者の海外派遣によ

る共同研究を通して推進する。 

平成25年度は、海外研究者を含めた議論を通じ、現実

に即した緊急事態対応シナリオを検討しつつ、派遣先の

協力を通じて重要な基盤技術として、極限環境に適用可

能な移動技術、環境計測技術、知識表現技術を中心とし

た基盤技術の構築を目指す。また、統合的シナリオ実証

に向けて、ソフトウェアと中心に成果を共有するための

共通研究開発環境、遠隔操作インタフェースについても

研究者間の合意を得ることを目標として設定した。 

 平成25年度の成果は以下の通りである。10月～12月に

かけて事前のメール等での協議を行い、その後1～3月に

かけて、若手研究者と担当研究者が連携先の海外研究機

関を短期で訪問し、緊急事態対応シナリオを検討しつつ、

ロボットが実際に必要な作業や動作を実行する際に必要

となる基盤技術に関する共同研究内容の設定を進めた。

3月より、1名の若手研究者の長期派遣（スイス連邦工科

大学チューリッヒ校、ETHZ）を開始した。また、3月

上旬にはフランス・モンペリエの LIRMM にて、連携

先海外研究機関の担当研究者の参加も得てキックオフミ

ーティングを行い、本プログラムの趣旨を改めて理解い
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ただくとともに、今後の共同研究の方向性について、若

手研究者に積極的に連携先研究機関の研究に関与させる

ことで一致した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］知能ロボティクス、緊急事態対応、環境

計測、作業計画、高信頼システム 

 
［研 究 題 目］キャビテーション清掃車への運転操作支

援システム導入に関する研究 

［研究代表者］加藤 晋（知能システム研究部門） 

［研究担当者］加藤 晋、橋本 尚久 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

昨年度まで行われた NEDO エネルギーITS 推進事業

（自動運転・隊列走行技術の研究開発）の研究成果を高

速道路維持管理用車両（キャビテーション清掃車：トン

ネル照明灯具清掃車）に活用し、運転操作支援システム

とて導入することを目指した研究開発を行った。これま

で、トンネル照明灯具清掃車の運用は、40km/h 以下な

どの速度規制や車線規制等による交通流への悪影響が指

摘されていた。これに対し、自動運転走行技術を活用し、

車体前後に設置されたカメラが道路の白線を認識し、白

線に沿って走るよう車両が自動でハンドル操作の補助を

行う運転操作支援システムを開発した。産業技術総合研

究所は、このシステムのうち、ドライバへの適切な情報

提示や操作を実現するヒューマンマシンインターフェー

ス（HMI）に関する研究開発を担当した。開発された

トンネル照明灯具清掃車は、既に試験用自動車として国

土交通大臣の認定を受け、2013年12月から実際の高速道

路上で試験走行し、走行データの収集・評価検証を行う

こととなっている。運転操作支援システム搭載の維持管

理車両は、日本で初めてである。この技術導入により、

時速80km で走行しながら、安全で正確な照明設備の清

掃が可能となり、交通規制時間の短縮が期待されている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］自動運転、運転操作支援システム、 

HMI（ヒューマンマシンインターフェ

ース）、高速道路維持管理用車両、トン

ネル照明灯具清掃車、実導入 

 
［研 究 題 目］マイクロレンズアレイを用いた高精度視

覚マーカによる測位技術の研究 

［研究代表者］田中 秀幸（知能システム研究部門） 

［研究担当者］田中 秀幸、角 保志、松本 吉央 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

我々はマイクロレンズアレイを用いた新しい原理によ

る視覚マーカ（AR マーカ）を開発し、従来の AR マー

カでは不可能なレベルでの高精度な姿勢推定を実現した。

本研究ではこの高精度視覚マーカを用いて生活支援ロボ

ットの自己位置推定や位置合わせを自動で行うシステム

を構築する。その中で、本マーカの実用化に向けた課題

の抽出および本マーカを活用した測位技術の確立を目指

す。本研究の成果は主に下記2点である。（1） 姿勢の曖

昧性（Pose ambiguity）の問題を解決する視覚マーカ

の開発。従来の平面型マーカでは解決困難だった「姿勢

の曖昧性」の問題に対し、マーカの近くに設置した小突

起を活用する手法、および既存のモアレパターンとは異

なる特性をもったモアレパターンをマーカに追加する手

法、の2つの手法を開発した。それぞれ新しいマーカを

試作し、位置姿勢計測実験により姿勢の曖昧性の問題を

解決できることを実証した。（2）モアレパターンを活用

した移動ロボット用の高精度視覚マーカの開発。移動ロ

ボットでは移動環境を2次元平面と仮定できることも多

いため、姿勢については方位角方向のみ推定できればよ

い。このようなコンセプトで、１軸周りの角度に特化し

たマーカを開発した。このマーカはこれまで我々が開発

した高精度マーカよりも製造が容易である。また、形状

が細長いためマーカを貼付する場所の制約がより少ない。

本マーカを用いて自律電動車椅子による狭隘スペースの

通過タスクを実現し、その有用性を実証した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］視覚マーカ、AR マーカ、測位、ロボッ

ト 

 
［研 究 題 目］ワイヤ投擲型プローブシステムの研究 

［研究代表者］有隅 仁（知能システム研究部門） 

［研究担当者］有隅 仁、大槻 真嗣、星野 健 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

月・惑星など極限環境下における地表面探査活動に用

いられる無人機は車輪・クローラ型のローバーが主流で

ある。一方、ローバーは地形・地質の影響を受けやすく、

急斜面や砂地などで転倒やスタックを起こすため、月面

を例に挙げると縦孔底やレゴリス丘などの未到達領域が

多く存在する。そこで、我々は到達領域拡大のためにエ

ンドエフェクタ（小型探査機を収納するカプセル）を投

擲により移動させる方法を提案している。本研究の目的

は、カプセルを目標点へ高速／高精度、かつ損傷なく搬

送するための制御法・機構を明らかにすることである。 

本年度では、ランチャー機構を用いて投擲したカプセ

ルの着地時の衝撃を緩和する問題を取り上げた。まず、  

カプセルと共にカプセルとワイヤで繋がる補助錘を投擲

し、ロボット本体でのワイヤ拘束及び錘によるワイヤ張

力によってカプセルを双方向から同時に引っ張り合って

飛行中のカプセルを大幅に減速させる方法を提案した。

また、その動作生成システムならびにワイヤ引っ張り時

の衝撃力とカプセルの運動エネルギーを低減させるバ

ネ・スライダ・拘束機構を開発した。さらに、実機を用

いて多方向張力によるカプセル軌道制御の実験的検証を
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行い、着地時の衝撃加速度を97.8%低減させる軟着地を

実現した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］マニピュレーション、動力学、ワイヤ張

力制御、衝撃緩和 

 
［研 究 題 目］宇宙精細作業ロボットにおける高精度視

覚マーカを用いた視覚認識システムの研

究 

［研究代表者］田中 秀幸（知能システム研究部門） 

［研究担当者］田中 秀幸、角 保志、松本 吉央 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、我々が開発した高精度視覚マーカを宇宙

航空研究開発機構（JAXA）が開発中の宇宙精細作業ロ

ボットアームの自律作業に応用することを目標とし、宇

宙環境対応型マーカの開発や検証実験を行った。本研究

の成果は主に下記の2点である。(1) 宇宙軌道上環境へ

の耐性のあるマーカの開発。宇宙精細ロボットアームは

国際宇宙ステーション（ISS）での使用を想定している

が、ISS が周回する軌道上環境は、とくに強い紫外線

（UV）と原子状酸素（AO）の影響によって素材の浸

食・劣化や変性が発生し、マーカが本来の性能を発揮で

きなくなる可能性が高い。本研究では、まず現状のマー

カを宇宙環境を模擬した強度の UV と AO に曝露する

実験を行い、とくに AO によってレンズ表面がすぐに白

濁し、使用不可能となることを明らかにした。これを防

ぐ対策を検討し、マーカ全体をアルミニウムと透明ポリ

カーボネートでできたケースで覆い、その上から耐 UV、

耐 AO のコーティング剤を塗布した宇宙環境対応型マー

カを開発した。実験の結果、このマーカであれば UV
と AO の影響でマーカの視認性や計測性能の劣化を防げ

ることを実証した。（2）認識性能向上と ID 認識を可能

にするカラーマーカの開発。現状の高精度マーカ

（ArrayMark）は単純な白黒パターンであり、速い周

期で大きく変動する照明環境や、複雑な背景パターンの

影響でマーカを誤検知する可能性がある。また、ID 認

識機能が搭載されていないため、複数のマーカを用いた

軌道上作業には適していない。そこで、画像処理によっ

て識別しやすい色の組み合わせを抽出し、それら複数の

色を用いたマーカを開発した。計測実験により、マーカ

としての基本的な機能が実現できることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］視覚マーカ、AR マーカ、宇宙ロボット、

国際宇宙ステーション、自律作業 

 
［研 究 題 目］金属鉱床タイプ別 SIP 法電気探査法の

実用化に関する研究 

［研究担当者］高倉 伸一（地圏資源環境研究部門） 

［研 究 内 容］ 

１．研究の目的 

  IP 法は塊状硫化物鉱床や酸化鉄卓越型 Cu-Au 鉱

床（IOCG）の探査で強力な探査ツールである。しか

し、IP 異常域を狙った試錐で、銅をわずかにしか含

まない黄鉄鉱帯や磁鉄鉱帯が補足されることがままあ

り、従来の IP 法よりも正確に鉱床タイプを特定でき

る手法の開発が求められている。SIP 法はその可能性

を持つが、我が国では1970～1980年代に研究開発が行

われたものの、当時の測定精度の低さ、データを解釈

するための経験や知識の不足から、鉱床タイプを推測

し、新規発見に至った事例はない。 

  近年のエレクトロニクス技術の発展により、最近

は SIP 法電気探査の測定精度が著しく向上している。

また、2010年から2012年に日本鉱業協会物探委員会が

実施した研究など、岩石や鉱物の SIP を測定する例

も増え、少しずつではあるが岩石の SIP データの蓄

積も進んでいる。したがって、実際に SIP 法電気探

査で取得されたデータから鉱床タイプを推測できるよ

うな研究環境が整いつつある。 

  そこで本研究では、代表的ないくつかの金属鉱物

あるいは鉱石およびその母岩ごとに SIP データを取

得し、その周波数特性を把握し、実際に SIP 法電気

探査によって鉱床タイプを評価する技術を開発する。

また、実際の現場において SIP 法電気探査を実施す

る際に問題となる電磁カップリングや電磁ノイズへの

対策法を検討し、SIP 法電気探査の実用性の向上を図

る。 

２．研究の内容 

  本研究は、1) 金属鉱物ごとの SIP データの測定

と周波数特性の検討、2) SIP 法電気探査の精度向上

のための実証実験の二つのサブテーマからなる。平成

25年度から27年度までの3年間で実施される予定であ

り、初年度である平成25年度の研究テーマの概要は以

下の通りである。 

1) 金属鉱物ごとの SIP データの測定と周波数特性

の検討 

  金属鉱物として、日本国内にあるいくつかの精

錬所から、銅・鉛・亜鉛の精鉱を提供して頂いた。

精鉱は7種類で、おの内訳は銅精鉱が2種類、鉛精鉱

が1種類、亜鉛精鉱が3種類、バルク（混合物）が1

種類である。これまでの黄鉄鉱や磁鉄鉱の金属鉱物

粒子の SIP 計測では、直径1mm 程度のガラスビー

ズと混合させた人工試料を作成していたが、入手し

た精鉱は非常に細かいため、直径1mm のガラスビ

ーズでは、重量の大きい精鉱が沈殿して均一に混合

できない。そこで、今回は直径0.1mm のガラスビ

ーズを用いることにした。測定の準備として、ガラ

スビーズと精鉱を超純水（18MΩcm 以上）で洗浄

した。そして、ガラスビーズ300g に対して1%、3%、

5%、10%、15%、20%の重量の精鉱を混ぜ、間隙を



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(567) 

濃度が0.01mol/l の KCl 水溶液で満たした人工試料

を作成した。 

 人工試料の SIP 測定では、長さ120mm、幅

40mm、高さ40mm のアクリル製のサンプルホルダ

ーを使用した。電流電極はホルダーの両端に付けた

ステンレス板であり、電位電極は銀－塩化銀電極で

ある。今回の測定では、銀－塩化銀電極の間隔は

40mm と固定した。複素比抵抗の測定には英国ソ

ーラトロン社のインピーダンスアナライザ1260とガ

ルバノ／ポテンショスタット1287を使用した。測定

は1MHz から始め、0.01Hz まで行った。測定周波

数間隔は1桁の周波数範囲を対数上で5等分なるよう

に選んだ。 

 同じ試料で何度か計測を繰り返したが、ガラスビ

ーズと精鉱を丁寧に混合させることで、再現性の高

いデータが得られた。そのため、上記の計測で問題

はないと考えられる。計測の結果、銅精鉱を混合さ

せたサンプルでは、1kHz 以上の周波数帯で、含有

量が増えるにつれて高周波側で比抵抗が下がり、位

相の異常が大きくなる現象が観察された。しかし、

鉛精鉱や亜鉛精鉱を混合させたサンプルでは、比抵

抗および位相にはほとんど周波数依存性が見られな

かった。したがって、SIP 法によって、銅鉱物の識

別は可能であるが、鉛や亜鉛の識別は困難であると

考えられる。 

2) SIP 法電気探査の精度向上のための実証実験 

 今年度は、IP 法の文献調査を行った。金属鉱業

事業団が1980年前後に実施した SIP 法の報告書や

学術誌に掲載された論文を検討し、過去の測定の問

題点について整理した。その結果、これまでの測定

装置の精度が悪く、また測定効率が低いので、限ら

れた周波数の測定しか行われないこと、高周波数の

データ悪いことが多く、実用の SIP 法探査への適

用のためには、いくつかの技術開発が必要であるこ

とが再確認できた。 

  また、日鉄鉱業株式会社が埼玉県内のフィール

ドで実験した内容を吟味し、ケーブルの張り方の影

響や電極の影響、取得データの表示や解析方法など

について検討した。 

 今後、これらの結果を再検討して、次年度以降の

フィールド実験の計画を作成する予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］調査技術、SIP 法、鉱床タイプ、金属鉱

物、複素比抵抗 

 
［研 究 題 目］地域資源を活用した再生可能エネルギー

の生産・利用のためのプロジェクト 施

設園芸における熱エネルギーの効率的利

用技術の開発 

［研究代表者］内田 洋平（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］内田 洋平、吉岡 真弓、シュレスタ・

ガウラブ（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 施設園芸における効率的熱利用技術のうち、熱エネル

ギーを施設園芸に効率的に提供できる技術を開発する。

具体的には、地中熱を熱源として、ヒートポンプにより

園芸施設の暖冷房が行なえる方法を開発する。低コスト

化を図るため浅層地中を対象として、ループ方式、シー

ト方式等の熱交換器を埋設し、寒冷地である北海道と温

暖地である関東で、それぞれの採熱性能を解明する。ま

た、地中熱を熱源として園芸施設のヒートポンプによる

暖房運転および冷房運転を実施し、寒冷地および温暖地

園芸施設での熱供給性能を明らかにする。これにより、

従来の一般的な重油暖房機による暖房と比べたランニン

グコスト評価を行う。また、掘削深や熱交換方式と初期

コストの関係を明らかにし、低コストで実用的な地中熱

の園芸施設への提供方法を提示する。 

 平成25年度は、農研機構野茶研の敷地内にて土壌試料

をサンプリングし、ボーリングコア試料観察から得られ

た調査対象地の地質層序を整理した。また、深度別の熱

伝導率を計測し、熱伝導率及び熱容量を明らかにした。

土質によって熱伝導率及び熱容量に違いがみられ、粘性

土では熱伝導率が小さく（0.763～1.063W/m・K）、熱

容量が大きい（3.253～3.896J/K）。その一方で砂質土

では熱伝導率が大きく（1.345～1.630W/m・K）、熱容

量が小さい（1.936～2.940J/K）傾向がみられた。その

他、含水率や飽和透水係数等、土壌調査結果を整理した。 

［分 野 名］地質、環境・エネルギー 

［キーワード］地中熱、農業利用、ループ式、シート方

式、ヒートポンプ 

 
［研 究 題 目］新規取得試料の微生物学的分析 

［研究代表者］坂田 将（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉岡 秀佳、片山 泰樹、坂田 将、 

棚橋 学（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
 メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム

（MH21）の研究の一部として、東部南海トラフ海底堆

積物中の微生物のメタン生成・酸化活性と群集構造を調

べることにより、微生物のメタン生成能力を評価し、メ

タンハイドレートの集積メカニズムの解明に貢献する。 
 本年度は、東部南海トラフにおける海洋産出試験事前

掘削において採取された MH 濃集帯コア堆積物試料に

ついて、アーキア群集構造解析を行った。その結果、メ

タン生成菌に帰属する配列の中では、水素資化性に帰属

する配列が優占し、炭酸還元経路が主要であった14C-ト

レーサーを用いた培養実験結果と調和的であった。また、

堆積物コア試料中のハイドレートの有無によって微生物

群集構造が有意に異なることが明らかとなり、過去のハ
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イドレート分解による水質の変化が微生物叢に影響した

と考えられた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋ガスハイドレート、微生物、メタン

生成菌、メタン生成活性、遺伝子解析 

 
［研 究 題 目］Exp.337下北沖深部掘削試料の全元素、

物理特性、微生物集積の多次元マッピン

グ 

［研究代表者］森田 澄人（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］森田 澄人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 下北半島沖の三陸沖堆積盆で実施された IODP 
Expedition 337に物性測定担当として乗船し、乗船後

受託研究として1)コア・カッティングス物性解析および

2)有機堆積物分析を行った。 

1) コア・カッティングス物性解析 

 Exp. 337ではライザーシステムによる掘削が適用

された。そのため、スポットコアリングでコアが採取

できない区間については、カッティングスを利用した

物性測定による地層評価が重要である。船上における

堆積物の MAD（Moisture and Density）分析では、

通常の堆積物コアから切り出した試料測定に加え、カ

ッティングスを用いた測定を実施した。カッティング

スについては篩い分けをした上で、粒径に応じて4種

に分類して測定した。結果として、同じ掘削区間のカ

ッティングス試料はコアから取った試料に比して間隙

率が明らかに高く、粒径の小さいものほどより間隙率

が高くなる傾向が伺えた。これは粒径の小さい粒子体

ほど粒子間に保持される振り子リング水が多くなり、

見掛け間隙率を高くする効果を持つためと考えられる。 

  そこで本研究では、間隙率がほぼ無視できる人工

的な球形粒子群として、ガラスビーズおよび生産過程

の剛球（ベアリングボール）を用い、船上と同じ要領

で MAD 分析を実施して、見掛け間隙率の変化を評価

した。その結果、ガラスビーズおよび剛球ともに、見

掛け間隙率は船上結果と同様に粒径が小さい試料ほど

高くなる結果が得られた。ただし、船上で測定したコ

ア試料とカッティングスとの差に比べ若干高めの値を

示している。特に異なる粒径粒子で構成した混合試料

で、全体のトレンドより高い値を示した。見掛け間隙

率の測定値変化には、他にも粒子形状、粒径の淘汰度、

粒子の濡れ性、粒子種などによる影響が予想されるが、

本研究により粒径の変化による効果が非常に大きく、

おおよそ船上結果に照らし合わせられることが分かっ

た。 

2) 有機堆積物分析 

  Exp. 337が実施された三陸沖堆積盆は、基礎試

錐の産出試験成功や、浅い SMI（硫酸塩-メタン境

界）が示されるなど、広く油ガスのポテンシャルが示

されている。Exp.337では中新統以深の石炭層をコア

リングして有機堆積物の熟成が期待されるが、ちきゅ

う船上で実施されたビトリナイト反射率測定では低い

熟成度が示されていた。本研究は、ロックエバル熱分

解法を適用することで堆積物中の有機堆積物の熟成度

を明らかにし、さらに TOC（総有機炭素量）測定に

より堆積物が持つ炭化水素生成ポテンシャルを評価し

た。 

  結果として、ロックエバル熱分解法は坑井全体を

通して低い熟成度結果を示した。これは船上のビトリ

ナイト反射率測定をサポートするものである。Tmax
が最高で431℃（前期中新統－漸進統）であり、全て

が未熟性と評価できる。すべての試料が TypeⅢに分

類されることから、試料に含まれる有機堆積物は陸上

植物起源のガス生成型が主体と評価できる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］IODP、Exp.337、三陸沖堆積盆、物性

測定、MAD 分析、見掛け間隙率、カッ

ティングス、有機堆積物、熟成度、ロッ

クエバル 

 
［研 究 題 目］海底地すべりメカニズム解明のための三

陸沖科学掘削に向けた海域データ整備   

［研究代表者］森田 澄人（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］森田 澄人、鈴木 祐一郎、後藤 秀作、

中嶋 健、吉岡 秀佳、中村 祐貴（地

圏資源環境研究部門）、宮田 雄一郎、

川村 喜一郎（山口大学）、氏家 恒太

郎（筑波大学）、山田 泰広（京都大学）、

金松 敏也（海洋研究開発機構）、 

芦 寿一郎（東京大学）、 

Michael Strasser（スイス連邦工科大

学）、Jan Sverre Laberg（トロムソ大

学）（常勤職員5名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、海底地すべりメカニズムの解明を目指し、

将来の IODP 科学掘削を見据えた基盤整備として実施

するものであり、調査海域の情報収集と科学掘削サイト

の選定、コミュニティ形成などを目的として実施した。

研究対象は、下北半島沖の三陸沖堆積盆を中心とした海

域であり、本年度研究の主な項目は、1)既存地震探査デ

ータの解析、2)堆積盆評価、3)シンポジウムの開催、4)

陸上地質巡検の実施、および5)国際学会参加および成果

公表で構成される。 

1) 既存地震探査データの解析 

 基礎物理探査「三陸沖3D」を中心に、下北半島沖

三陸沖堆積盆を中心とした既存の3D および2D の震

探データを用いた。海底地すべり層の認定、分布と規

模、内部構造などの地質構造解析や、アトリビュート

解析による地すべり層評価を行った。また、これらの



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(569) 

結果を受けて科学掘削サイト候補地の選定作業を進め

た。今年度は坑井内観測を目的に浅層部における海底

地すべり層の分布解明も試みたが、既存2D データで

は解像度が低く不鮮明のため、地すべり層の詳細な解

析は困難であった。 

2) 堆積盆評価 

 2012年に下北半島沖で実施された IODP Exp.337の
坑井およびコア・データとビトリナイト反射率測定の

結果に基づき、ベースン・モデリングによる堆積盆の

炭化水素ポテンシャル評価を行った。しかし一貫した

低いビトリナイト反射率のため、信頼あるモデリング

結果を得るに至らなかった。褐炭が採取されているも

のの、掘り止め深度（海底下2450m：後期漸進統）に

おいても、ビトリナイト反射率およびロックエバル熱

分解法ではほとんど熟成が進行していない。 

3) シンポジウムの開催 

 日本堆積学会山口大会において、シンポジウム「海

底地すべり：その発生する環境と今後の課題」を開催

した。のべ16名による9講演があり、総合討論では、

すべり面、地すべり体、時空間分布、地震との関係な

ど、各講演の焦点や議論の内容について意見を交わし、

問題点を洗い出すと同時に、将来の科学掘削の重要性

を確認した。 

4) 陸上地質巡検の実施 

 宮崎県の日南層群を訪ね、下北半島沖の海底地すべ

り層に類似した流体循環や地層変形を観察する巡検を

実施した。2泊3日で、12の大学および研究機関から計

22名の参加があった。海底地すべりや脱水構造に関わ

る地層変形やすべり面形成、また流体移動について議

論を深め、海底地盤の不安定化要因と海底地すべりメ

カニズムのより良い理解を進めるとともに、全体イメ

ージの共有を図った。また、相互の情報交換とコミュ

ニティの拡大につながる機会にできた。 

5) 国際学会参加および成果公表 

 本受託研究に関連して論文を1編公表した。また、

国際学会および国際会議での発表を4件、国内での学

会発表を7件（一部は申請のみで発表は H26年度）行

った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底地すべり、三陸沖堆積盆、三次元地

震探査、IODP 科学掘削 

 
［研 究 題 目］低結晶質粘土鉱物・非晶質物質における

Cs 吸着特性脱着挙動の検討 

［研究代表者］鈴木 正哉（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］鈴木 正哉（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 福島原発事故による除染作業が進められているが、今

後の課題として剥ぎ取った土壌等の減容化が大きな問題

となっている。本研究では、表層土壌におけるアモルフ

ァス系吸着剤（アロフェン・イモゴライトなど）の Cs
吸脱着機構についての検討を行い、その吸脱着機構を基

に減容化の開発に向けた検討を行うことを目的としてい

る。本研究の実施に当たっては、原子力開発研究機構と

物質材料研究機構を中心とし、複数の研究機関による連

携体制をとっている。 

 今年度は、福島県浪江町の花崗岩の風化土壌と天然品

および合成品の低結晶質粘土鉱物・非晶質物質を用いて、

塩化セシウムを用いた吸着試験および、吸着後に純水を

用いた脱離試験を行った。 
 花崗岩風化土壌を用いた吸脱着試験では、0.01ppm
の塩化セシウム濃度にて83～93%の吸着率を示していた

が、塩化セシウム濃度が高くなるにつれ、Cs 吸着率は

減少していくものの、塩化セシウム濃度が1000ppm で

も、14～24%の吸着率を示しており、天然の土壌におい

ても相当量の Cs を吸着することが可能であることが明

らかとなった。また各塩化セシウム濃度における分配係

数は塩化セシウム濃度が高くなるにつれ、減少していく

傾向が確認された。そして吸着試験後に純水を添加して

行った脱離試験の結果では、ほとんど Cs は脱離しない

ことが明らかとなった。 

 次に非晶質物質における Cs 吸脱着試験を行ったとこ

ろ、天然アロフェンは90%程度の吸着率であったが、合

成品および天然ゼオライトにおいては、いずれも98%以

上の吸着率を示していた。そして純水における脱離試験

においては、天然アロフェンが5%程度の脱離率を示し

たが、合成品および天然ゼオライトは2%以下の脱離率

を示す結果となった。 

 以上の結果から、非晶質物質においても Cs を相当量

吸着し、純水では溶け出さないほどの吸着力を有してい

ることが明らかとなった。 
［分 野 名］地質 

［キーワード］非晶質物質、吸脱着、放射性セシウム 

 
［研 究 題 目］熱水性粘土鉱床における希土類資源ポテ

ンシャルの評価 
［研究代表者］実松 健造（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］実松 健造、昆 慶明（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
本試験研究の目的は、火成岩が熱水変質する過程での

希土類（レアアース）の地球化学的挙動、及び粘土（主

にカオリン）が希土類資源としてのポテンシャルを持つ

かどうかを調べることである。 

重希土類のほとんどが中国南部のイオン吸着鉱と呼ば

れる風化花崗岩から採掘されており、希土類はこの鉱石

中のカオリンに吸着されて存在していると考えられる。

そこで、熱水性カオリン鉱床のカオリンに十分な量の希

土類が吸着していれば、副産物として回収可能であるか

もしれないと考えた。 

前年度に化学組成分析を行った鹿児島県入来鉱山の61



研 究 

(570) 

個の粘土試料について、XRD 分析を行った。カオリナ

イト、ディッカイト、モンモリロナイト、クストバライ

ト、石英、アナテース、APS（aluminum phosphate 
sulfate）鉱物グループ（crandallite グループや alunite
グループ）、または黄鉄鉱が確認された。イオン交換性

希土類濃度が低い理由として、熱水によって希土類が溶

脱しただけでなく、希土類が crandallite グループの鉱

物中に含まれているからと考えられる。 

 また、ミャンマー南部のカオリンと花崗岩・熱水花崗

岩の全岩化学分析を行った。マグマ性の希土類含有鉱物

が自生熱水変質作用により熱水性希土類含有鉱物に置換

される過程がイオン吸着鉱の形成に重要であることが分

かった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］希土類（レアアース）、イオン吸着鉱、

資源、カオリン、熱水変質、入来鉱山 
 
［研 究 題 目］平成25年度わが国周辺のサンゴ種の成

長への水温と海洋酸性化の影響委託業務 
［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 
［研究担当者］鈴木 淳、中島 礼、佐藤 瑞穂 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 温帯性サンゴの骨格成長速度の温度および海水のアラ

レ石飽和度への依存性を検討するために、長期飼育が容

易と判断されたスギノキミドリイシを対象に、サンゴの

成長期である夏期を想定した25℃と27℃の2段階の水温

について、6段階の二酸化炭素分圧に調整された掛け流

し海水による飼育実験を実施した。スギノキミドリイシ

は、本州南岸に分布する北限域サンゴのなかで、地球温

暖化に伴う水温上昇により、顕著な分布域の北方への拡

大を示す「北上種」に区分される枝状のサンゴ種である。

また、産地による比較のために、同種に比定されるイン

ドネシア産のサンゴについても同様の実験を行った。サ

ンゴ骨格の成長速度は、水中重量法により評価した。こ

れは、床下秤量が可能な電子天秤にサンゴ片をつるし、

海水中で重量を測定する方法である。サンゴの組織や粘

液、付着藻類は概ね海水と密度が等しいが、サンゴ骨格

（アラレ石）は密度が2.94と大きいため、非侵襲・非破

壊的で、サンゴの成長経過を見るのに適している。骨格

成長量に関する統計解析は一元配置分散分析によった。

25℃では、スギノキミドリイシは、高二酸化炭素分圧

（低アラレ石飽和度）区で成長の低下傾向がみられたが、

統計的な有意性は認められなかった。ただし、この傾向

は、高二酸化炭素分圧区で統計的に有意な成長の低下が

認められたインドネシア産のサンゴと比較して軽微であ

った。27℃でも、同様の傾向が認められた。これは、主

要な温帯性サンゴ種の中に、熱帯性のサンゴよりも海洋

酸性化への感受性がやや低いものがあることを示唆する

結果である。なお、本業務は（独）国立環境研究所と

（公財）海洋生物環境研究所と共同研究した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］サンゴ、海洋酸性化、骨格、pH、スト

レス 
 

［研 究 題 目］火山噴火ハザード評価手法の開発 

［研究代表者］石塚 吉浩（地質情報研究部門） 

［研究担当者］山元 孝広、石塚 吉浩、古川 竜太、

下司 信夫、七山 太（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 火山噴火に関する外部ハザード評価手法を開発するた

め、火山噴火ハザード評価手法の概念を構築した。また、

ナトリウム冷却高速炉の崩壊熱除去機能への影響を調べ

るため、平成24年度に収集した火山噴火記録を対象とし

た降灰シミュレーションを実施した。さらに、火山灰採

取装置を導入・活用し、降下火山灰の粒度を分析した。 

 最先端の国際学会に参加し、火山噴煙と火山灰堆積過

程を扱う研究などの情報を収集し、本研究に役立つ知見

を整理した。また、火山噴火ハザード評価手法の概念と

して、火山灰降下履歴調査から得られた対象火山灰の分

布を、降灰シミュレーションで再現計算することにより、

降下火山灰をもたらした噴煙柱のパラメータ（噴煙柱高

度、噴出総量、噴出物の粒度組成等）を逆解析で決める

手法を構築した。平成24年度の調査により最大規模の降

灰量をもたらしたと考えられる約5万年前に噴火した大

山倉吉テフラを対象として、Tephra2を用いて400ケー

スの降灰シミュレーションを実施した。その結果、最適

再現ケースを抽出して、噴煙柱高度及びマグマ噴出量を

推定でき、従来知見は過小評価していることが明らかと

なった。さらに火山灰採取装置を導入し、噴火中の桜島

火山周辺で降下火山灰を直接採取し、延べ280の降灰量

データを取得した。細粒粒度分析装置を用いて降下火山

灰の粒度を分析し、粒径ごとに到達距離が異なる様子を

把握できた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、噴火、火山灰、ハザード評価 
 
［研 究 題 目］Exp.336による大西洋中央海嶺 North 

Pond 下の海洋リソスフェアにおける流

体循環の解明 

［研究代表者］針金 由美子（地質情報研究部門） 

［研究担当者］針金 由美子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 IODP Expedition 336による大西洋中央海嶺 North 
Pond の掘削コア試料における岩石学的・地球化学的・

構造地質学的解析を行うことで、不均質な海洋リソスフ

ェアにおける岩石の特徴と、そこでのメルト生成過程を

明らかにする。さらに不均質な海洋リソスフェアに生じ

る熱水変成および熱水変質過程を詳細に検証し、North 
Pond 下の海洋リソスフェアにおける流体循環の解明を
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目的として研究を行ってきた。平成25年度では平成24年

度に行った微細構造の分類、鉱物組み合わせの記載およ

び主要鉱物化学組成分析について得られた結果を解析し、

データをまとめた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋リソスフェア、かんらん岩、はんれ

い岩、流体循環、North Pond、IODP、

大西洋中央海嶺 

 

［研 究 題 目］Exp. 339地中海流出に支配されたカディ

ス湾ドリフト堆積体の成立と時空変化の

解明 

［研究代表者］西田 尚央（地質情報研究部門） 

［研究担当者］西田 尚央（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

  本研究の主な目的は、ポルトガル－スペイン沖大西洋

で実施された統合国際深海掘削計画（IODP）第339次

航海で掘削・回収したコアの解析から、主に地中海流出

水起源の底層流に支配されたコンターライト堆積システ

ムの実態について明らかにすることである。特に、泥質

コンターライトの粘土ファブリックに注目し、新たな堆

積相モデルの構築を目指すものである。 

 25年度は、前年度までにエタノールおよび t-ブチル

アルコールによる置換が完了した試料について、凍結乾

燥処理をしたうえで走査型電子顕微鏡を用いて微細組織

を観察した。その結果、半遠洋性泥には、石灰質ナンノ

プランクトンの卓越あるいは比較的淘汰の良いシルト粒

子のランダム配列が認められた。一方、泥質コンターラ

イトでは、淘汰の悪いシルト粒子がランダムに配列する

ことがしばしば認められた。また一部には、板状のシル

ト粒子が層理面とほぼ平行に配列することが認められた。

泥質コンターライトのこれらの特徴は、初生的には流れ

のもとで堆積し、その後生物擾乱の影響を受けたことを

示すと解釈される。 

 また、微細組織の特徴を理解するうえで重要な情報の

1つとなる粒度特性について、レーザー回折式粒度分析

装置を使用して分析を行った。その結果、中位径は7.9

－25.2µm で、微細組織観察の対象である試料は主に細

粒シルトで構成されることが明らかとなった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］コンターライト、粘土ファブリック、統

合国際深海掘削計画（IODP） 
 
［研 究 題 目］海底の地震性堆積物を用いた地震発生間

隔の研究 
［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 
［研究担当者］池原 研、荒井 晃作、佐藤 智之、 

天野 敦子、田村 亨、宇佐見 和子 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 東北地方太平洋沖の海域において海底堆積物を採取し、

2011年東北地方太平洋沖地震による海底の変動に伴って

形成された堆積層の特徴を把握し、海底堆積物コア中の

斜面崩壊堆積物の認定とその堆積年代の決定から、2011

年以前の地震発生履歴の検討を行うことが本研究の目的

である。この目的のため、海洋研究開発機構の「なつし

ま」による NT13-19航海に乗船し、三陸沖海溝陸側斜

面域で海底堆積物試料を採取した。海底堆積物コア中に

多数の地震性と考えられるタービダイトを認定し、挟在

する火山灰層の同定結果から調査海域北部の宮古沖では

平均約340年、南部の仙台～福島沖では平均約160年のタ

ービダイトの堆積間隔を得た。これらの間隔は三陸沖日

本海溝沿いの地震の発生間隔を示している可能性がある。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］海底堆積物、地震性堆積物、2011年東北

地方太平洋沖地震、タービダイト、日本

海溝、古地震 

 
［研 究 題 目］南海トラフ広域地震防災研究プロジェ

クト 
［研究代表者］金田 義行（海洋研究開発機構） 

［研究担当者］池原 研、荒井 晃作、板木 拓也、 

岩井 雅夫（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、南海トラフ沿いを中心に関東から琉球諸

島の海域において、海底堆積物中に残された地震発生の

記録から過去の巨大地震・津波の発生履歴を解明するこ

とを目標とする。本年度は海洋研究開発機構の「かいよ

う」による KY13-12航海を実施し、四国室戸沖で海底

堆積物を採取した。得られた堆積物試料の年代測定を実

施し、室戸トラフ西部におけるタービダイトの堆積様式

と堆積頻度の概要を明らかにした。結果として、南海地

震の発生間隔にほぼ一致するタービダイトの堆積間隔が

得られ、室戸トラフ堆積物が過去の地震発生履歴の解明

に使える可能性を示した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底堆積物、地震、津波、タービダイト、

室戸トラフ 

 

［研 究 題 目］平成25年度国際共同研究事業 多国間国

際研究協力事業（DELTAS：  Catalyzing 
action towards sustainability of deltaic 
systems with an integrated modeling 
framework for risk assessment） 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀、田中 明子、田村 亨、 

金井 豊、上原 克人（九州大学）、 

堀 和明（名古屋大学） 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
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 河川から運ばれた土砂によって河口域に形成されるデ

ルタ（三角州）は、地形的に低平であること、生物生産

が高く、豊かな生物多様性を示し、多くの水路網やダイ

ナミックに変化する海岸線によって特徴付けられる。デ

ルタは、居住としての場に加えて多くの国々において農

業や工業の中心となっており、国内総生産の多くを占め

ることから戦略的にも重要な地帯となっている。しかし

ながら現在世界の多くのデルタで地球環境の変化や人間

活動の影響に応答して、デルタは自然機能が劣化し、脆

弱性が増大する傾向にあり、今後更に状況が悪化するこ

とが懸念されている。本来デルタは、自然の機能によっ

て自然災害などに対して復元力をもち応答してきたが、

近年急速に増大する人間活動によって、脆弱な環境へと

変化してきている。将来に向けて持続的なデルタの利活

用、デルタとの共生を行うためにはどうすれば良いか。

世界のデルタの脆弱性を評価し、デルタの復元力を活用

したデルタの管理と意思決定を支援するツールの開発が

緊急に必要とされている。本研究の目的は、以上のよう

なデルタにおける沿岸環境変化を背景に、個々のデルタ

に関して特徴的な機能や決定的な要因の更なる理解と、

脆弱性を定量的に評価するための地域レベルで活用でき

る多様なモデリング構成を構築することにある。国際プ

ロジェクトである本研究の中で日本チームは、メコン河

デルタを主対象に、フランスチームと共同で地球科学

的・自然地理学的な手法によりデルタの特性や自然機能

を明らかにすること、モデル構築に必要な基礎データの

確定や取得方法の確立を目的とする。平成25年度は、研

究の初年度であることから既存資料の収集・文献の購入

と整理を行うとともに、12月にサンフランシスコで開催

された米国地球物理学連合大会に合わせて実施されたプ

ロジェクトの全体会合に参加するとともに、同大会にお

いてメコンデルタや黄河デルタで行ってきた研究成果を

発表した。また日本においてフランスチームとベトナム

チームの今後の研究計画の詳細について検討を行うとと

もに、ドイツやイギリスチームとも研究協議を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］持続的成長、メコンデルタ、人間活動、

デルタ 

 
［研 究 題 目］平成25年度火山活動の可能性評価基準

及び火山モニタリング評価基準整備 
［研究代表者］山元 孝広（地質情報研究部門） 
［研究担当者］山元 孝広、及川 輝樹、石塚 治、 

古川 竜太、石塚 吉浩、田村 亨、 
田中 明子、宮城 磯治、工藤 崇、 
斉藤 元治、星住 英夫、宮縁 育夫 

（常勤職員11名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 本調査は、火山活動の可能性評価のため、火山活動と

その休止期間の関係を火山の特性や地形・地質調査等の

最新の知見に基づく火山活動に起因する事象調査から、

火山活動の可能性をより定量的に評価するための基準を

作成すること、及び代表的なカルデラの地球物理学的・

地球化学的観測データと現象を調査し、火山モニタリン

グを評価するための基準を作成することを目的とした以

下の調査研究を実施した。 
1) 山活動履歴の情報整備 

 噴出量-時間階段図のパターン情報整備のために、

平成25年度は25の活火山やカルデラ火山について文献

から過去数十万年間のマグマ噴出量の時間変化に関す

る情報を抽出し、階段図を作成し、DB 化した。DB
では各噴火のマグマ量や噴火年代の元データも表示

し、その信頼性の検討が可能なものとした。 
 大規模な噴火を繰り返す火山や終息傾向にある指標

策定に重要な火山については、階段図の高精度化に必

要な地質調査と年代測定を実施し、噴火イベント・噴

出量・噴火年代を認定し直した。今年度は、日光火山

群、蔵王火山、利島火山、十勝火山を対象に、地質調

査や蛍光Ｘ線分析装置による全岩主要化学組成分析に

よるマグマ組成変化の検討、噴出物の年代測定（放射

性炭素年代、K-Ar 年代測定）、噴出物の物性測定の

ための予察的な室内実験や分析を実施した。 
2) 大規模噴火の事例調査 

 十和田・鬼界・阿蘇カルデラをモデル事例とした大

規模噴火準備過程の詳細化に着手すると共に、次年度

以降の研究計画に反映できるようボーリング掘削調査

のサイト適地の選定を行った。具体的にはカルデラ近

傍に分布する先カルデラ期〜カルデラ形成期噴出物を

対象に地質調査を実施することによりそれらの層位を

明らかにするとともに、マグマ組成変化の検討や噴出

物の年代測定のための予察的な室内実験や分析を実施

した。また、噴出物の岩石学的検討を行うことによ

り、大規模カルデラ噴火へと至るマグマ供給系の発達

過程、特にマグマの温度・圧力環境を解明し、マグマ

供給系の進化と噴火活動様式の変遷の関係について検

討を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山活動履歴、大規模噴火、カルデラ 

 
［研 究 題 目］グローバルリモートセンシング利用資

源解析強化事業に係る再委託（その2） 
［研究代表者］山本 浩万（地質情報研究部門） 
［研究担当者］山本 浩万、浦井 稔、土田 聡 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
 本事業では、レアメタル資源の代替供給地の早急な確

保・安定供給確保に資することを目的に、リモートセン

シングによる全球解析のためのプラットフォームの作成、

全地球を調査対象としたレアメタルの賦存が期待される

地域における集中的な衛星画像の解析、グローバル・リ
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モートセンシング利用資源解析に係るシステム構築及び

ポテンシャルのあるレアメタル資源賦存有望地域の抽

出・情報提供を行うものである。 
 産総研内では複数ユニットにまたがって研究開発を進

めており、当部門では鉱物探査に役立つグローバルな

ASTER データセット開発および地質インデックスマッ

プを担っている。本年度は最終年度であり、ASTER デ

ータセット開発においては、ASTER VNIR データを用

いて、北米地域・ヨーロッパ北部およびアジア北部・グ

リーンランド、ニュージーランドなどの ASTER 天然色

マップを作成し、昨年度までの成果と合わせて全球の

ASTER グローバルデータセット（独自技術による対象

物認識がし易い天然色画像のモザイクマップ）を完成さ

せ、Open Geospatial Consortium（OGC）が定める標

準的な Web サービス（WMS）で配信できるよう加工

した。地質インデックスマップとしては ASTER TIR
データを用いて、石英指標（QI）、炭酸塩鉱物指標

（CI）、苦鉄質指標（MI）を北米について作成し、昨年

度までの成果と合わせて全球の地質インデックスマップ

を完成した。さらに、その一部の地域について既存の地

質図と比較し、鉱物探査への有効性を評価した。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］リモートセンシング、衛星利用技術、衛

星利用技術、地質インデックス、

ASTER、希少金属、石英指標、炭酸塩

鉱物指標、苦鉄質指標、鉱物資源データ

ベース 
 
［研 究 題 目］生態系ネットワークの再生によるアサ

リ資源回復・生態系修復技術の開発 
［研究代表者］高橋 暁（地質情報研究部門） 
［研究担当者］高橋 暁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 瀬戸内海において漁獲量が激減しているアサリの資源

量回復を目的に、その原因究明のため、アサリ生態系ネ

ットワークの分断箇所を特定するため、広島湾と松永湾

を対象海域に、浮遊幼生分布調査や流況調査の結果と、

アサリ浮遊幼生の移流･拡散モデル実験結果を合わせた

流動解析を行う。 

 今年度は、移流・拡散数値実験モデルの礎となる潮流

モデルを広島湾について作成し、同湾の潮流・潮汐現象

を精度良く再現することに成功した。  

［分 野 名］地質 
［キーワード］アサリ、浮遊幼生、生態系ネットワーク、

移流・拡散モデル実験 
 
［研 究 題 目］色層序学：色の定量的評価（分光測色）

にもとづく泥岩の対比  

Colour stratigraphy: 
Mudstone classification based on  

spectorophotometry 
［研究代表者］辻野 匠（地質情報研究部門） 
［研究担当者］辻野 匠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では色層序学を構築するにあたって重要な、泥

岩の再現性のよい測色方法の開発のために新潟地域及び

房総半島で野外調査と現場における分光測色を実施した。 

 新潟県胎内地域の中新統（七谷階）の珪藻質泥岩相に

ついて経時的色変化を測定した。常温（23～28℃）のも

とで22時間37分継続したところ、a*と b*はそれぞれ0.5

と11程度で上下し系統的な変化を示さない。一方で、

L*は上下しつつも45から49までゆるやかに上昇した

（明るくなる）。第三紀泥岩においては明度はともかく

として1日程度では色彩・彩度は変化しないことがわか

った。しかし、いずれの指数も測定によるばらつきが大

きく（最大の ΔL は4、Δa は1、Δb は2）、安定した測定

方法の開発が求められる。ただし、この値は人間が区別

できる限界としての色差である0.2よりも大であるが、

実際は2程度の色差でも区別が困難であることが歯など

彩度の低い物体色の認知に関する研究でわかっており、

肉眼の弁別能力にほぼ匹敵する測定結果とも言える。ま

た、新潟地域・房総地域のいくつかの岩石で同一部位を

繰り返し測色したところ、L*は同一部位であっても変

動が大きく、a*、b*はあまり変動しないことがわかっ

た。これから明るさは測定誤差が大きくなりやすい指数

といえる。一般には L*は含水率の影響を受けやすいこ

とを加味すると L*の測定・評価は慎重にする必要があ

る。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］第三紀泥岩、分光測色、色層序学 
 
［研 究 題 目］製鋼スラグと浚渫土により造成した干潟

・藻場生態系内の物質フローと生態系の

評価 
［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 
［研究担当者］長尾 正之、谷本 照巳、高橋 暁、 

村尾 厚子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 干潟・藻場（アマモ場）造成土壌を、自然砂から製鋼

スラグと浚渫土との混合土壌で代替した場合の生態系の

特徴及び優位性を明らかにするため、2012年11月に開始

したアマモ生育実験を継続した。製鋼スラグには脱リン

スラグ、対照材としてケイ砂を使用し、水島港内で採取

した浚渫土を混合材とした。スラグと浚渫土およびケイ

砂と浚渫土の混合比は、浚渫土乾燥重量比で92:8、

85:15、70:30、25:75で、浚渫土単独土壌も設置した。

実験土壌を内寸90×110cm、深さ67cm の角形水槽にそ

れぞれ厚さ18cm で敷き詰め、葉長40cm に切り揃えた

アマモを各水槽に80本移植し、天然海水を掛け流しした。

実験水槽におけるアマモの株数と葉長、間隙水の pH、
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栄養塩濃度等を1年間モニタリングした。また、実験開

始約1年後にあたる2013年10月に実験土壌を直径11cm
の筒で深さ10cm まで採取し、底生生物の分析を行った。 

 葉長は、ケイ砂92%とスラグ70%以上の混合土壌でア

マモ繁茂期にあたる2013年6月において70～100cm と僅

かな増加であった。一方、スラグ25%とケイ砂85%以下

の混合土壌および浚渫土単独土壌のアマモは更に成長を

続け、特にスラグ25%土壌では6月に葉長約160cm まで

成長した。アマモ株数はケイ砂92%とスラグ85%以上の

土壌では最大約120本であった。一方、ケイ砂70%と

25%、スラグ25%土壌および浚渫土単独土壌では2013年

5月に170～190本まで増加した。実験開始時に浚渫土混

合比の高い土壌で高かった間隙水中の溶存態無機窒素濃

度（深さ6cm で最高約800µM）は、2013年6月には全て

の土壌で急激に減少し（深さ6cm で最高約100µM）、ア

マモの生育に取り込まれたと推察された。底生生物の種

類数・個体数は、スラグ混合土壌とケイ砂混合土壌との

間でほぼ同程度であった。  

今回の実験で脱リンスラグが人工アマモ場土壌として

適用可能と推察された。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］製鋼スラグ、アマモ場、浚渫土、産業副

産物、物質循環 
  
［研 究 題 目］マイクロフォーカス X 線 CT 用圧力容器

を用いた透水係数変化の計測および内部

破壊構造プロセスの観察 

［研究代表者］高橋 学（地質情報研究部門） 
［研究担当者］高橋 学（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
目標： 
 中国側から提供を受けた岩石供試体を用いて、マイク

ロフォーカス X 線 CT 用圧力容器にて透水試験を実施

し、原位置の圧力下における岩石内部構造変化と透水性

変化に関するデータ取得および解析を実施することを目

標とする。 
研究計画： 
 岩石の破壊プロセスの進展に伴う構造変化と透水挙動

との関連を解明するためマイクロフォーカス X 線 CT
用圧力容器を用いたデータ取得および解析を実施する。 
年度進捗状況： 
 中国側から提供を受けた岩石供試体を直径10mm 高

さ20mm に成形し、独自開発したマイクロフォーカス X
線 CT 用圧力容器内にて拘束圧25MPa までの載荷実験

を行い、この間の空隙構造変化を調べるために CT 画像

取得を実施した。その後、載荷中の空隙構造の3次元幾

何学情報を取得するため、構造解析ソフトによる解析作

業を実施した。別途透水試験を実施した同じ供試岩石の

透水係数異方性と CT 画像から得られた空隙の幾何学情

報との関連性に関して考察した。その結果、空隙の連結

性に関する幾何学情報のうち、空隙数と number of 
connecting path の情報が透水係数異方性の説明に整合

することが示された。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］マイクロフォーカス X 線 CT、透水係数、

岩石内部構造、3次元空隙構造 
 
［研 究 題 目］三軸圧縮応力下における破断面近傍のべ

レア砂岩の空隙情報解析に関する研究 
［研究代表者］高橋 学（地質情報研究部門） 
［研究担当者］高橋 学（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
目標： 
 べレア砂岩の透水異方性は前年度実験的にかつ定量的

に解明しており、空隙の3次元幾何学情報に基づく解析

と考察を主な研究内容とする。破断面出現に至る空隙の

3次元幾何学情報を解析し、透水異方性との関連に関し

て考察することを目標とする。 

研究計画： 
 三軸圧縮応力下におけるべレア砂岩の変形・力学・透

水特性を実験的に解明し、破断面出現時における空隙の

3次元幾何学特性との関連に関する研究を行う。 

年度進捗状況： 
 直径10mm 高さ20mm の供試体の三軸試験ではある

が、構造解析としては3mm ボクセルが現実的なサイズ

であり、破断面とこの解析領域との関連において、解析

結果は大きく異なることが予想される。したがって、最

終破断面と解析領域との相対的な位置関係に着目しなが

ら、空隙の3次元幾何学情報の取り扱いを実施する必要

がある。画像解析において最も重要な空隙率の値を説得

力のあるあるいは物理的に取得できるような客観性に耐

えうるデータの提示を現在検討中である。なお、この受

託研究は H26年度に跨り実施中である。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］マイクロフォーカス X 線 CT、破断面、

空隙率、岩石内部構造、3次元空隙構造 
 
［研 究 題 目］中海浚渫窪地の埋め戻し時の高精度音響

モニタリングに関する研究 
［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 
［研究担当者］齋藤 文紀、西村 清和 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、NPO 法人自然再生センターが中海（島根

県、鳥取県）で実施している干拓などの開発事業ででき

た浚渫窪地の石炭灰造粒物の覆砂による環境修復実証事

業において、湖底及び湖底下の状況を把握するため、高

分解能海底音響プロファイリング装置（SBP）及び海

底表層音響画像探査装置（SSS）をベースにした音響モ

ニタリングシステムを構築し、窪地の埋め戻し時の音響
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モニタリングの手法の確立を図ることを目的とする。当

初は平成24～25年度の2年間であったが、モニタリング

を継続するため26年度まで延長された。本研究は、以下

の項目から構成される。 
(1) SBP により、湖底のヘドロの分布および覆砂の状

況の事前把握と埋め戻し後の変化を精査する。 

(2) SSS により、湖底面の底質および覆砂の状況の事

前把握と埋め戻し後の変化について精査する。 

(3) SBP、SSS、高精度測位装置、音響データ処理ソフ

ト等を組み合わせ、高精度な窪地の音響モニタリング

システムを構築する。 

 平成25年度は、中海の細井沖及び錦海沖窪地において、

主に SBP を用いて湖底状況を調査した。細井沖 SBP
調査では、後処理で、50m グリッドの測線プロファイ

ルを組み合わせ、立体図を作成した。覆砂前後2枚の立

体図は、窪地の形状や覆砂した石炭灰造粒物（Hi ビー

ズ）の層厚を理解するのに役立った。また、音響モニタ

リングシステムにおいて、船のナビゲーション用外部デ

ィスプレイに、最新の HDMI 映像出力を使用するなど、

システムの高精度化を図った。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］音響モニタリング、浚渫窪地、埋め戻し、

中海 
 
［研 究 題 目］瀬戸内海潮流データベース作成における

潮流分布データの作成 
［研究代表者］山崎 宗広（地質情報研究部門） 
［研究担当者］山崎 宗広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 瀬戸内海における潮流発電適地の選定や発電量の評価

のために、瀬戸内海大型水理模型の実験データを解析し

て潮流分布データの作成を行った。潮流分布データを作

成した海域は、大阪湾、播磨灘、備讃瀬戸、燧灘、安芸

灘、広島湾、伊予灘、周防灘、別府湾の9海域であり、

平均潮である M2潮汐の浮標追跡実験のデータを活用し

た。水理模型上に浮かべた浮標の動きより各浮標の位置

情報（経度、緯度）と潮流（大きさ、角度）を求め、地

理情報システムにより1時間毎の1潮汐周期間における潮

流分布データとして整理した。潮流分布データの作成に

より瀬戸内海の各海峡部における最大流速値、潮流エネ

ルギー賦存量等が明らかとなった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］瀬戸内海、潮流、水理実験、地理情報シ

ステム 
 
［研 究 題 目］共生細菌によるカメムシ類の農薬抵抗性

獲得機構の解明 

［研究代表者］菊池 義智（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］菊池 義智、堀 知行、佐藤 由也、 

伊藤 英臣、竹下 和貴、 

Navarro Ronald、加藤 菜月、 

会田 学（常勤職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 多くの昆虫の体内には共生細菌が生息し、宿主に対し

て重要な生物機能を果たしている。最近我々は、作物害

虫であるカメムシ類が環境土壌中のフェニトロチオン分

解細菌を体内に共生させ、これによってフェニトロチオ

ン抵抗性になるという現象を発見した（フェニトロチオ

ンは有機リン系の農薬）。この発見は、「農薬抵抗性の形

質は昆虫自身の遺伝子によって決められている」という

これまでの常識を覆す発見であり、現行の化学農薬を用

いた害虫管理においては全く考慮されていない盲点とい

える。本研究では、野外調査と遺伝子発現の網羅的解

析・操作実験を有機的に組み合わせ解析することで、共

生細菌によるカメムシ類の農薬抵抗性の獲得機構および

分子基盤を総合的に明らかにすることを目的とする。2

年目にあたる本年度は以下の4項目を達成目標に設定し

研究を行った：①野外農耕地におけるフェニトロチオン

分解細菌の感染動態を解明する；②共生関連遺伝子を特

定する；③フェニトロチオン分解細菌のフェニトロチオ

ン分解遺伝子を同定する；④ホソヘリカメムシ体内にお

けるフェニトロチオン分解過程を解明する。これら研究

目標に即して研究を計画通り実施し、概ね本年度の研究

目標を達成する事ができた。①の研究項目においては、

土壌への農薬散布によって農薬分解性の Burkholderia
属細菌が増殖しカメムシ類に感染する事が詳細に明らか

となった。②の研究項目に関しては、Burkholderia 属

細菌の鞭毛運動性がカメムシへの感染において重要な役

割を果たすことを解明するとともに、緑色蛍光タンパク

質（GFP）発現変異株を用いることでその感染過程の

可視化に成功した。③の研究項目については農薬分解細

菌のゲノム解読とトランスクリプトーム解析を行い、農

薬分解遺伝子候補を特定した。また④の研究項目につい

ては、農薬の一部が農薬分解細菌を介して宿主に同化さ

れるが、非常に低レベルであることが示唆された。来年

度以降も、共生関連遺伝子の同定や農薬抵抗性化メカニ

ズムの理解をさらに進め、本現象の総合的理解を目指す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］応用動物、昆虫、微生物、環境微生物、

農薬抵抗性 

 
［研 究 題 目］CPP3の低温下における生殖細胞保護メ

カニズムの解明と高純度大量生産法の確

立 

［研究代表者］津田 栄（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］津田 栄、西宮 佳志 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 北海道沿岸などの寒冷海域に生息する魚類が発現する

不凍タンパク質の中には非常に強い細胞保護機能を有す
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る種類があり、それらは細胞保護ペプチド（Cell-
Preservation Peptide, CPP）と呼ばれている。CPP は

3つのタイプ（CPP1～3）に分類される。これまでの研

究により、CPP3は細胞膜と相互作用することが示唆さ

れているが、その詳細なメカニズムや保護性能の限界は

明らかになっていない。本研究では、特に CPP3がウシ

黒毛和種受精卵に対して発揮する保護効果を明らかにす

る。CPP3を大量生産するための遺伝子組み換え技術を

開発しこれが細胞毒性を有さないことを確認する。ウシ

黒毛和種の7日齢胚（受精卵）を＋4℃の CPP3細胞保存

液の中に浸漬し、同受精卵が発生を止めたまま何日間生

存できるかを解析する。 

 CPP3を発現するベクターの最適コドンへの置換や重

複コピー領域の導入、高密度培養法の採用などにより、

1サイクルの実験で約1グラムの CPP3を作製する技術の

開発を行った。この試料を用いて蛍光ラベル法の最適化

や牛受精卵チルド保存技術の検討をさまざまに行った。

特に、培地中の炭素ならびに窒素源として13C グルコー

スと15N 塩化アンモニウムを各々含む最少培地を用い

て13C/15N ラベル化 CPP3を作製し、同試料の水溶液中

での3次元分子構造を多次元核磁気共鳴（NMR）実験に

基づいて明らかにした。蛍光標識した CPP3の牛初期胚

細胞膜への結合様式を蛍光顕微鏡により観察した結果、

CPP3の膜結合能力は4℃下では弱いが30℃に加温する

ことで強くなることが判明した。この結果を基に加温処

理を含むチルド保存技術を検討し、CPP3を用いること

で、最終的に牛初期胚を10日間非凍結保存することに成

功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質、大量生産、細胞、膜保護、構造

解析、NMR、X 線  

 
［研 究 題 目］めっき液中添加剤の劣化に起因するめっ

き液性能劣化診断用計測器の開発 

［研究代表者］藤巻 真（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］藤巻 真、島 隆之、桑原 正史、 

芦葉 裕樹、粟津 浩一 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 めっき液は、液の基本組成に添加剤を加え、要求性能

に合わせて使用される。基本組成と添加剤の濃度バラン

スは、めっき処理過程にて徐々に崩れていくため、品質

管理が欠かせない。しかしながら、添加剤に関しては、

効果的な管理方法は確立されておらず、現在でも仕上り

外観の目視比較などが行われている。本開発では、導波

モードセンサで添加剤の効果を直接的に計測することで、

添加剤の劣化を迅速かつ正確に判定できる自動計測器を

開発する。 

 本開発では、計測器に用いる検出用センサチップ表面

に透明電極を形成し、めっき液から金属析出を行えるよ

うにする技術の開発を行う。安定な透明電極の形成に目

途をつけることができた。防汚コーティング技術の開発

では、防汚コーティング無しでも金属が十分に除去可能

であり、チップの再生ができることが分かったことから、

システム構築において防汚コーティングは必須ではない

と判断した。添加剤の状態の良/不良判定技術の開発で

は、銅めっきにおいて、添加剤を入れていない新規浴、

添加剤を適量混合した調合浴、老化した浴の3状態を見

分けることに成功した。定量評価するソフトウェアの開

発では、メッキ液の解析用ソフト作成を行った。 

 計測器の試作と評価では、軽量化の為に金型を作製し

筐体を樹脂化した。電圧印加系の開発では、ポテンショ

ンスタットよりガルバノスタットの方が、安定した測定

が可能であることが分かったため、ガルバノスタットを

導入した。 

 インライン型計測器の試作と評価では、ハンディ型を

ベースに、送液系のポンプやめっき液を保持するテフロ

ン製の液セルを実装し、インライン型計測器を試作した。

各種配管等設置テストは完了し、自動間欠連続測定を実

施するための制御系を試作完了した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］センサ、金属析出、導波モード、銅めっ

き、TSV 

 
［研 究 題 目］ナノピラー・ナノウォールによる1分子

分離・解析技術の開発 

［研究代表者］吉田 康一（健康工学研究部門） 

［研究担当者］片岡 正俊、八代 聖基、山村 昌平、

阿部 佳織、伊藤 民武、 

Biju．Vasudevan、平野 研、 

脇田 慎一（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 当部門では、馬場教授が分担するサブテーマの内、が

ん原発巣より超早期に血液中に分離する循環がん細胞

（CTC）の分離・分析技術開発、および急性腎障害マ

ーカで尿中に放出される極微量タンパク質、ミッドカイ

ンを高感度で検出・同定する技術開発を分担する。 

 血中循環がん細胞（Circulating Tumor Cell, CTC）

の診断デバイス開発を目指し、直径105µm、深さ50µm
のマイクロチャンバーを20,944個アレイ状に形成したポ

リスチレン製細胞チップでの CTC 検出を進めた。肺が

ん患者血液を用いて、EpCAM 及びサイトケラチン二重

染色による CTC 検出と、マイクロキャピラリーによる

マイクロチャンバーからの標的細胞の分離・遺伝子解析

を行った。9人の患者全血から CTC の存在が認められ、

そのうち2人の患者では既存診断法であるセルサーチシ

ステムでは CTC は0個と診断されたが、細胞チップで

は EpCAM 陰性・サイトケラチン陽性の19個及び12個

のがん細胞が確認された。セルサーチシステムでは、
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EpCAM 発現に依存した一次スクリーニングを行ってお

り、EpCAM 発現量の少ないがん細胞を見逃す問題があ

る。細胞チップでは、EpCAM やサイトケラチンの同時

多重染色が可能で、EpCAM 発現に関係なく正確に

CTC 検出が可能なことが示された。さらに、マイクロ

キャピラリーで CTC 回収後、RT-PCR によりサイトケ

ラチン mRNA 発現を確認しており、CTC 遺伝子発現

解析系への応用性の高さを認めた。 

 CTC 識別やバイオマーカー計測には高感度な計測法

が必要となる。分子識別能力が高く単一分子感度を有す

る表面増強ラマン散乱（SERS）はその有力な候補とな

る。高感度計測応用へ向けて基礎的検討を以下3点行っ

た。①SERS スペクトルとともに常に観測され計測の障

害となっている背景光の起源の検討を行った。その結果、

背景光が分子の電子励起状態からのプラズモン共鳴によ

る超高速脱励起発光であることを明らかにした②SERS
基板の問題点の一つである硫化等による銀ナノ粒子表面

の劣化の解決を試みた。具体的にはガルバニック反応を

用い合金基板上に銀ナノ粒子凝集体を素早く作成し硫化

前に SERS 計測に用いることで感度劣化の問題を解決

した。③銀ナノ粒子のプラズモン共鳴弾性光散乱を利用

し白色光暗視野照明下で銀ナノ粒子が吸着した単一の

DNA 分子を簡便に可視化できることを実証した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］循環がん細胞、急性腎障害、がん転移、

細胞チップ、表面増強ラマン散乱 

 
［研 究 題 目］電子回路基板の多品種変量生産を実現す

る常圧過熱水蒸気を用いた高熱効率・均

一リフロー装置の開発 

［研究代表者］菖蒲 一久 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］菖蒲 一久、田原 竜夫 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 携帯電話に代表される多品種・変量生産の電子機器の

回路基板製造では、はんだ印刷・部品実装・リフローの

各装置などで構成された製造ラインが稼動しているが、

特にリフロー装置に対して、①歩留まりの向上、②生産

品切り替えによる加熱条件設定変更時間の短縮、③省エ

ネ・省スペース、④低コスト化、⑤環境対応（フラック

ス処理）の5つの要望が強い。これに対し、本研究では、

高温の過熱水蒸気を加熱媒体とする高熱効率均一加熱リ

フロー装置を開発・実用化することで、これらの要望に

応えることを目指している。 

 従来の窒素ガス等と異なり、過熱水蒸気はそれ自体が

赤外線を輻射するため、対流伝熱とあわせて高い伝熱効

率が期待されるが、定量的には未だ不明な点が多く、装

置設計のために必要な基礎データも不足している。また、

水蒸気は非酸化雰囲気であるが、はんだ付け雰囲気とし

て深く検討されたことは無いため、その特性はほとんど

不明と言って良い。このような点を明らかにすることが

本研究の目的である。 

 本年度は過熱水蒸気による実際の加熱実験によって、

強制対流伝熱と輻射伝熱の定量化を行った。いずれも理

論的に推定される伝熱特性と矛盾無いものであった。ま

た、はんだ付け断面の予備調査を行い、過熱水蒸気が特

に問題をもたらさないことを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］半導体製造、リフロー装置、過熱水蒸気、

熱工学、はんだ付け 

 
［研 究 題 目］高機能簡易型有害性評価手法の開発にお

ける培養細胞を用いた有害性評価法の

OECD テストガイドライン化｢免疫毒性

試験バリデーション｣ 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 本事業は、化学物質のリスク評価・管理の効率的な実

施のため、遺伝子導入、幹細胞分化誘導、遺伝子発現等

の技術を培養細胞に活用して開発された高機能で簡易な

有害性評価手法、特に免疫毒性予測試験法を OECD テ

ストガイドラインにするために必要な知見を整備するこ

とを目的とする。 

 本試験においては、免疫毒性マーカー遺伝子である

IL-8のプロモーターの転写活性を橙色発光ルシフェラ

ーゼで、また内部標準用遺伝子である GAPDH 遺伝子

のプロモーターの活性を赤色発光ルシフェラーゼで検出

するため、各々を連結したカセットを THP-1細胞のゲ

ノムに挿入した免疫毒性評価用多色発光細胞（THP-G8

細胞）を用いた。本年度実施した PhaseIIc バリデーシ

ョン試験では、コード化された被試験物質について、指

定のプロトコールに従い実験を2～4反復行い、各被試験

物質に対する免疫毒性の有無について評価した。被験物

質の陽性あるいは陰性の判定は、プロトコールに規定さ

れた被験物質処理による IL-8および GAPDH の転写活

性化あるいは転写抑制化の比から算出されるクライテリ

アにより判定した。その結果、PhaseIIc バリデーショ

ン試験においては5被験物質のうち、2物質を陽性、3物

質を陰性と判定した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］化学物質毒性評価、発光細胞、免疫毒性、

ルシフェラーゼ、THP-1細胞 

 
［研 究 題 目］ソリューションプラズマ法を用いる新規

且つ低コストな貴金属製造技術の開発 
［研究代表者］松田 直樹 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 本研究の目的はソリューションプラズマ（SP）法を

用い過酸化水素水溶液中で金（Au）電極から構造を制

御した Au ナノ粒子（AuNP）を合成し、適度に濃縮し

濃度調整した AuNP 分散水溶液を用い金属、ガラス、

高分子等の表面に AuNP ナノ薄膜を形成し、分光分析

用チップ、電気接点材料等への応用を目指し物性、機能

評価を行うことである。 

AuNP分散水溶液の濃度は0.01[w/w%]を目標に調製

した。数十回同様の調製を繰り返し、典型的には例えば

3L程度のAuNP分散水溶液を穏やかに加熱し50～60℃程

度で120～240時間程度保つことにより、100～500倍程度

の濃縮が可能で、分散剤を含まない1～5[w/w%]程度の

AuNP分散水溶液を調整できた。そのまま4週間程度は

沈殿や凝集を生成せずにそのままの状態で存在すること

が確認できた。この1～5[w/w%]程度のAuNP分散水溶

液を、化学修飾法、塗布法、及び泳動電着法を用い、そ

れぞれAuNP単層膜、50～500 nm程度のAu薄膜、及び

平均膜厚10～50 nm程度のAuナノ薄膜を作成した。特

に塗布法では1～5[w/w%]程度のAuNP分散水溶液の20

ないし40µLをマイクロピペットにより高分子やガラス

基板上に滴下し、その後室温で自発的に乾燥させて薄膜

形成したため膜厚は均一ではなく中心部と周辺部ではか

なりの差があることが、目視による観察でも確認できた。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］Au ナノ粒子、ソリューションプラズマ、

Au 薄膜 

 
［研 究 題 目］ホスト分子による希少金属オンサイト分

離のためのマイクロリアクターシステム

の構築 

［研究代表者］宮崎 真佐也 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］宮崎 真佐也（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

レアメタル資源の確保は極めて重要であり小型家電な

どの廃棄物からのリサイクルによる資源確保が望まれる

が、含まれる元素は多種にわたりその含有量は微量であ

る。効率的にレアメタルを分離する技術の確立が望まれ

ているが、微量含まれる多種元素の個別分離は容易では

ない。テーラーメイド型抽出試薬は分離機能には優れる

が、経済性が悪く大量に扱えない、抽出速度が遅い、な

どの欠点がある。本研究では欠点を改善し、テーラーメ

イド型抽出試薬であるカリックスアレーン誘導体を有効

利用するために、微量処理可能であり迅速な抽出が利点

となるマイクロリアクターを用いたシステムを構築し、

廃棄物回収地オンサイトでのレアメタルの個別分離を目

的とする。 

H23年度は、初年度のマイクロ流路内での並行2相流

を用いた抽出試験結果から、界面積の増大により抽出効

率が向上することが判明した。そこで、さらに抽出効率

を向上させるため、流路内に微小液滴を連続生成させ、

抽出に用いることとした。液滴形成には Flow-focusing
型チップと T-junction 型の両者を作製し、比較したが、

Flow-focusing 型チップの方が操作性に優れることから

こちらを用いることとした。また、従来のシリコン－ガ

ラス接合では界面の物性が微妙に異なるためか液滴形成

後に安定した流れが出来なかったため、ガラス－ガラス

製のチップも作製した。シリコンの場合と同様にガラス

を切削加工し流路を形成し、これにガラス基板を加圧溶

着してチップを作製した。作製したガラス－ガラスチッ

プは安定した液滴の連続形成が可能だった。 

次に、得られたデバイスを用いて、単元素回収試験を

行った。まず、シリコン－ガラスの液滴形成チップを用

いてケトン型 p-t-オクチルカリックス[4]アレーン誘導

体による銀イオンの抽出挙動を解析した。比較のため、

前年度使用した並行2相流型マイクロリアクターで同様

の実験を行った。その結果、同じマイクロリアクターと

いえども抽出速度が並行2相流リアクターでの抽出より

も劇的に改善され、15秒で76%の抽出率が4秒で90%以

上の抽出率に達した。このことから、並行2相流よりも

液滴形成マイクロリアクターを用いる利点がある事が明

確となった。しかしながら、並行2相流と異なり、シリ

コン－ガラス製連続液滴形成デバイスでは連続流通中に

流れの乱れが生じたため、材質を合わせたガラス－ガラ

ス製マイクロリアクターに置き換えて試験したが、同様

の結果が得られた。 

次に、連続液滴形成型マイクロリアクターを用いて、

抽出した銀イオンの逆抽出を試験的に行った。逆抽出の

系としてケトン型 p-t-オクチルカリックス[4]アレーン

誘導体を用いてバッチ式反応槽で3日間抽出を行い、並

行に達した有機相を用いた。逆抽出剤としてチオシアン

酸イオンを用い、逆抽出を試みたところ、バッチ式では

あまり進まなかった逆抽出が数分で10%以上進行した。

このことから、今回開発した連続液滴形成型マイクロリ

アクターは逆抽出にも有効であろう事が示された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］希少金属、オンサイト分離、マイクロ化

学プロセス 

 

［研 究 題 目］同時複数組成蒸着膜製造技術による安

全・小型・低コスト水素検知センサおよ

びシステムの製品化 
［研究代表者］松田 直樹（生産計測技術研究センタ

ー） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 2015年に全国で100カ所の水素ステーション設置計画

が推進されている。ところが、現在の水素ステーション

等での水素検知器は、サイズやコスト等の問題から多点
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に配置して水素漏れ箇所を特定するのは困難である。本

開発では同時に複数組成の蒸着膜を作製できる新しい蒸

着装置を試作し、高度な蒸着技術により水素検知薄膜の

性能・信頼性・生産性の向上を図り、安全・小型・低コ

ストの水素検知センサ及びシステムの開発を行う。従来

の水素検知器（接触燃焼式センサ）は電気を使用する検

知原理のため、一般高圧ガス保安規則により、防爆構造

とすることが不可欠である。このため大型でコストも高

く、水素ステーションやプラント等で多点に配置するこ

とは困難であり、漏れを感知すると水素・電源の供給が

全て遮断され、漏れ箇所の特定やシステムの復旧に多大

な時間を要する。 

 開発する新技術は、光での検知のため火種になること

はなく（防爆構造不要）、配管等に近接して設置し水素

の漏れ箇所を特定する事が可能である。また、制御シス

テムにより更に効率的な管理が可能となり、安全・小

型・低コストな水素検知システムが実現する。 

 平成25年度は、九州計測器㈱と協力し、光導波路チッ

プ、光源、受光素子、光ファイバとセンサ材料を組み合

わせ、基本特性の測定を行い、導波路チップの材質、形

状、光導入方法（光ファイバ／光学素子)を、装置や成

膜方法と併せて確定した 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］水素ガス検知、スラブ光導波路分光法、

Mg-Ni 合金ナノ薄膜 

 
［研 究 題 目］平成25年度石油製品需給適正化調査等委

託費「石油精製物質等の新たな化学物質

規制に必要な国際先導的有害性試験法の

開発」 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩、室冨 和俊、安部 博子、

安永 茉由、丹羽 一樹、岩城 知子、

大西 尚子（常勤職員5名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、ラットを用いる28日反復投与毒性試

験において、化学物質により毒性が発現する可能性が高

い肝毒性、腎毒性、神経毒性のそれぞれの毒性に関し、

簡便で高精度な in vitro 試験系の開発を目的とする。そ

の開発手段として、肝毒性および腎毒性では、人工染色

体ベクターや多色発光技術といった我が国で開発された

先端技術を導入、毒性の主要バイオマーカーを用いたレ

ポータージーンアッセイを開発する。 

 本年度は、臓器特異的毒性評価細胞群の開発、および

ハイスループット試験システム構築に向け、複数種の発

光レポーターをマルチインテグレースマウス人工染色体

（MI-MAC）ベクターに導入したモデル株化細胞（A9

細胞）を樹立し、MI-MAC ベクターのレポーターベク

ターとしての基本性能およびハイスループットアッセイ

系の測定精度を検証した。その結果、緑色および赤色発

光レポーターの MI-MAC ベクターへの挿入により、ク

ローン間のバラツキの極めて小さい均一な細胞集団が、

従来の樹立方法と比較し簡便且つ短期間で樹立できるこ

とを明らかにした。さらに長期間の継代培養による経時

的な発現（発光）の消失および薬剤添加による転写活性

化の変化は起きず、長期間安定に発現（発光）と細胞応

答が維持されることも明らかにした。また96ウェルマル

チプレートを用いたハイスループットアッセイを実施し

たところ、各ウェルから発する発光は高い精度で測定可

能な発光値を示すこと、また細胞刺激に応じた転写活性

化を正確に検出できることが確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］ルシフェラーゼ、発光細胞、レポーター

アッセイ、人工染色体ベクター、化学物

質毒性評価、 

 
［研 究 題 目］Ti(C,N)-Ni 系サーメットの高靱性化に関

する研究開発 

［研究代表者］細川 裕之 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］細川 裕之、松本 章宏 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 Ti（C, N）‐Ni 系サーメット（以下、サーメットと

称す）は、金型材料として必要な高い耐摩耗性、高い化

学安定性を有しており、レアメタル問題を有する超硬合

金（WC-Co）に代わる金型材料として期待されている。

しかしながら、サーメットは破壊靭性が低いため、金型

材料として使用されていない。高い靱性を有するサーメ

ットを作製することができれば、超硬合金に替わるレア

メタル問題を解決し、かつ長寿命な金型の提供が期待で

きる。そこで、本課題では、高靱性を有するサーメット

の研究開発を行っている。本年度は、サーメットの代表

的な組成である Ti（C, N）-Mo2C-Ni サーメットに

NbC を添加することで、組織、機械的特性（強度、硬

度）にどのような影響が起こるかを調査し、機械的特性

の優れる NbC 量の決定、その組織的原因を明らかにし

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］硬質材料、破壊靱性、組織 

 
［研 究 題 目］航空機中空複雑形状鋳物用、砂型差圧鋳

造技術の開発 

［研究代表者］多田 周二 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］多田 周二、尾村 直紀 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 少量の水を添加した砂を造型し、これを凍結させるこ

とによって強度を付与した凍結鋳型は、鋳造時に受ける
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溶湯の熱で氷が溶けるため、鋳造後の崩壊性に優れると

いう利点をもつ。本研究では、この特長を生かすべく、

製品鋳造後の中子の除去作業にかかる作業負荷の軽減を

目的として、複雑な中空形状を有するギヤボックスなど

航空機用アルミニウム合金鋳物を対象とした差圧鋳造プ

ロセスに凍結鋳型および凍結中子を適用するための技術

開発を行った。 

 平成25年度は、凍結鋳型で150×300mm の L 字型の

凍結中子を用いてアルミニウム合金の鋳造が可能かどう

かを調べるために、まず中子なしの中実状態で鋳造試験

を行った。その結果、凍結鋳型がこの大きさのアルミニ

ウム合金鋳物にも対応できることが確認できた。この結

果を受け、母型へ組み込めるよう幅木をもたせた L 字

型凍結中子およびこの中子に対応できる母型について凍

結鋳型を造型した。中子および母型とも凍結までは順調

に進んだが、型枠から鋳型を外す段階で問題が発生した。

今回の鋳型は、母型および中子とも4辺が拘束される形

状となっているため、抜型時に曲げモーメントが生じや

すい。加えて、型枠の加工性を考慮し、断面形状を四角

としたことも抜型不良の大きな要因であると考えられる。

そこで、4辺を同時に外す抜型方法ならびに離型剤の適

用についてさらなる検討を行った。シリコン系の離型剤

を母型に塗布して凍結鋳型の造型を行ったところ、抜型

性が向上し不良品の割合は大幅に減少した。また、中子

についても、スペーサを介した押出しができるよう型枠

形状を改良した。これにより、曲げモーメントを与えず

に抜型できるものと期待できる。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］鋳造、アルミニウム合金、凍結鋳型、中

子 

 
［研 究 題 目］同時複数組成蒸着膜製造技術による安

全・小型・低コスト水素検知センサおよ

びシステムの製品化 

［研究代表者］吉村 和記 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］吉村 和記（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 2015年に全国で100カ所の水素ステーション設置計画

が推進されている。ところが、現在の水素ステーション

等での水素検知器は、サイズやコスト等の問題から多点

に配置して水素漏れ箇所を特定するのは困難である。本

開発では同時に複数組成の蒸着膜を作製できる新しい蒸

着装置を試作し、高度な蒸着技術により水素検知薄膜の

性能・信頼性・生産性の向上を図り、安全・小型・低コ

ストの水素検知センサ及びシステムの開発を行うことを

目的をしている。 

 従来の水素検知器（接触燃焼式センサ）は電気を使用

する検知原理のため、一般高圧ガス保安規則により、防

爆構造とすることが不可欠である。このため大型でコス

トも高く、水素ステーションやプラント等で多点に配置

することは困難であり、漏れを感知すると水素・電源の

供給が全て遮断され、漏れ箇所の特定やシステムの復旧

に多大な時間を要する。 

 開発する新技術は、光での検知のため火種になること

はなく（防爆構造不要）、配管等に近接して設置し水素

の漏れ箇所を特定する事が可能である。また、制御シス

テムにより更に効率的な管理が可能となり、安全・小

型・低コストな水素検知システムが実現する。 

 特に今回開発する、マルチチャンネル型水素検知セン

サは、水素検知薄膜の 改良と保護膜によって、実環境

で長期間利用可能な耐久性を得る。それと同時に感度向

上を図る。さらに、1基板上に応答特性の異なる水素検

知薄膜（3列構造：基準、低濃度用、高濃度用）を設け

ることで、測定範囲の拡張やフェールセーフ機能による

信頼性の向上が期待され、これまでにないセンサデバイ

スを用いた水素検知システムを構築するものである。今

年度は、昨年度作製を行った蒸着装置を用いてサンプル

作製を行い、どのような特性を持ったサンプルが、どの

程度の再現性を持って作製できるかの検証を行った。 

 また、産総研においては、調光ミラー薄膜の組成や膜

の構造が、水素の検知特性にどのような影響を与えるの

かを詳細に調べた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］水素センサー、調光ミラー、スパッタリ

ング 

 
［研 究 題 目］非常用電源としてのマグネシウム空気電

池を実現する難燃性マグネシウム合金鋳

造薄板による革新的電極素材の開発 
［研究代表者］千野 靖正 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］千野 靖正、湯浅 元仁 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 難燃性マグネシウム合金を一次空気電池の電極素材に

用いることで、電池の自己放電特性や発火リスクが大幅

に改善されることが知られている。なお、これらは試作

や実験的な評価に基づくものであり、合金組成における

Ca を中心とする主要添加元素や不純物元素が及ぼす影

響は解明されていない。同様に、組織、析出物、集合組

織が自己放電特性に及ぼす影響は解明されていない。以

上を受けて、本研究では、合金組成と組織が難燃性マグ

ネシウム合金の自己放電特性に与える影響を評価し、同

時に、難燃性マグネシウム合金を負極として利用した際

の電極表面での反応状態を観察・分析することにより、

難燃性マグネシウム合金の自己放電特性に及ぼす合金組

成と組織の影響を解明することを目指す。 

 平成25年度は、異なる組織を有する汎用難燃性マグネ

シウム合金素材を対象として、放電試験および自己放電
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試験前後の組織・表面状態を評価した。また、放電特性

および自己放電特性と比較することにより、放電特性や

自己放電特性に及ぼす母相組織や表面状態の影響を抽出

した。なお、上記の研究成果は、平成25年度サポイン事

業「非常用電源としてのマグネシウム空気電池を実現す

る難燃性マグネシウム合金鋳造薄板による革新的電極素

材の開発」の成果（実施中）である。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］難燃性マグネシウム合金、電池、合金設

計、組織 
 
［研 究 題 目］EAS 諸国における再生可能エネルギー

の持続的な活用 

［研究代表者］工藤 祐揮（安全科学研究部門） 

［研究担当者］工藤 祐揮、匂坂 正幸 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 エネルギーは経済の推進力であるが、東アジアサミッ

ト（EAS）諸国は再生可能エネルギーのポテンシャル

が高いにもかかわらず、現状ではエネルギーのほとんど

を輸入化石燃料に依存している。再生可能エネルギーは

輸入化石燃料依存度の低下だけでなく、農村部での近代

的エネルギーへのアクセス拡大に利用することにより、

環境や社会経済的状況の改善にも期待が寄せられている。

しかし再生可能エネルギー資源には地域偏在性があり、

農村での資源利用可能性やエネルギーニーズを考慮した

利用を図らないと、持続可能な形態で将来にわたって利

用されない可能性が懸念される。本研究では、EAS 諸

国における再生可能エネルギーの持続的な活用のあり方

を、EAS 加盟7カ国・10人のメンバーから構成される研

究チームで検討している。 

 平成25-26年は、EAS 諸国におけるエネルギー需給、

再生可能エネルギー利用状況および、再生可能エネルギ

ー普及支援策について取りまとめた。また各国の農村地

域における小規模再生可能エネルギー事業（小水力、太

陽光、風力、バイオマス、バイオガス）の中から特徴的

なものを対象とした調査を行い、事業や対象地域の人口

規模、社会経済的状況、事業実施により地域が得た便益

などについて把握した。これらに基づき、再生可能エネ

ルギーの持続可能な活用の要件を、トリプルボトムライ

ンの観点（環境・経済・社会の3側面）から抽出する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］再生可能エネルギー、東アジア、近代的

エネルギーへのアクセス、持続可能性、

トリプルボトムライン 

 
［研 究 題 目］インビボ評価（病理学的解析） 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、山岸 正裕、榊田 創、 

山口 高志、池原 早苗 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、NEDO の実施する「がん超早期診

断・治療機器の総合研究開発、超早期高精度診断システ

ムの開発」における課題「がんの性状をとらえる分子プ

ローブ等の研究開発」について、京都大学からの委託と

して実施している。そしてその研究開発の目標は、PET

を中心とする画像診断機器の特性を最大限活用できる診

断治療システムの構築である。 

 研究開発では、がんの発生や病態、その進展のメカニ

ズムに基づいて分子プローブが開発設計されるため、イ

ンビボ解析を担当する産総研は、PET を中心とした画

像診断機器の特性を最大限活用し、早期の治療戦略構築

および実施を推進することが可能であるかどうかの視点

から、分子プローブの評価を実施している。 

［目標］ 

 開発目標は、標的とするがん種に応じて効率的な確定

診断を下しうる分子プローブカクテルを完成し、マルチ

モダリティイメージングを可能とする画像診断機器と組

み合わせることで、診断と治療との効果的・促進的な一

体化を実現する事である。これにより、治療効果の向上、

必要な治療法の絞込みを実現し、医療経済的にも最適な

状況を実現することを目標にしている。 

［年度進捗状況］ 

 産総研は、膵臓癌を主たる対象疾患として、プローブ

の有効性を評価検討できる動物モデルの作出と有効性評

価、そして PET 検査で標的とする候補分子の探索を進

めている。これまでに、有望な候補プローブの開発が進

み、その有効性評価を進めているところである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］疾患モデル動物、膵臓癌、PET 検査 

 
［研 究 題 目］インフルエンザの撲滅に向けて：インフ

ルエンザウイルスの増殖阻害抗体を用い

た創薬研究 

［研究代表者］福西 快文（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］福西 快文（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

インフルエンザウイルスの増殖において重要な、核酸

の複製を行うポリメラーゼ PA-PB1複合体は、インフル

エンザの株によってアミノ酸変異が少なく、もし、これ

に対して薬剤が開発できれば、インフルエンザの型に依

存しない薬剤抵抗性の低い有効な薬剤となる可能性があ

る。PA-PB1の立体構造は、横浜市立大学・朴三用教授

によって構造が解析されている。我々は既に、PA-PB1

に結合し、これを阻害する低分子化合物を複数見出し、

アステラス製薬にライセンスし、また、理化学研究所と

の共同研究を行っている。しかし、この低分子化合物は

水に対して溶けにくく、細胞毒性も高い。その後、類似
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化合物で世界で数件、報告されているが、いずれも我々

と同じ作用点、類似分子構造を持ち、同様の欠点を抱え

ている。そこで、新たな作用点をもつ新規薬剤を開発す

ることにした。 

 同研究室において、PA-PB1を失活させる抗体の作成

が行われた。しかし、人体において、PA-PB1は、細胞

の中に存在し、一方、抗体は細胞の中には入らない。こ

の抗体と PA-PB1の結合界面に結合する低分子化合物を

作成することができれば、新たな作用点を持つ低分子化

合物を開発することができる。我々は PA-PB1の構造の

決定できていないループ領域を計算機モデリングで再構

築し、これと抗体の複合体モデルを多数、作成し、水中

でのシミュレーションによってもっともらしい複合体構

造を作成した。ただし、複数の結合界面が予測されたた

め、低分子か開発コストが膨大であることを考え、この

いくつかあるうちのどの界面が、真実の界面なのかを実

験的に検証することを提案した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］インフルエンザ、PA-PB1阻害剤、低分

子医薬、抗体、複合体予測 

 
［研 究 題 目］海洋微生物解析による沿岸漁業被害の予

測・測定技術の開発  

［研究代表者］今西 規（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］今西 規、村上 勝彦、齋藤 禎一 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 養殖を含む沿岸漁業は、我が国の海面漁業生産量の

45%を占め、多様な魚介類を食卓に提供する重要な役割

を担っている。しかし、近年沿岸漁場では、赤潮、貝毒、

魚病などの環境由来の漁業被害が頻発し、その甚大な経

済的被害から沿岸漁業の安定化、水産物の安定供給の根

幹に関わる問題となっている。このような状況に対応す

るため、農林水産技術会議委託プロジェクト「海洋微生

物解析による沿岸漁業被害の予測・測定技術の開発」で

は、次世代シーケンシングによって得られるメタゲノム

を利用し、沿岸海域の海水中における微生物遺伝子の変

動をモニタリングしている。そして赤潮発生と連動する

微生物遺伝子を明らかにし、これを予測マーカーとした、

赤潮発生の新規予測技術の開発を目指している。 

 当プロジェクトにおいて産総研は、日本沿岸海域の海

水より取得したメタゲノムを格納したメタゲノムデータ

ベースの構築および維持管理を担当している。2014年4

月現在、データベースには50（うち赤潮海域9）の海水

メタゲノムが登録されており、海洋メタゲノムのデータ

ベースとして世界屈指の規模となっている。 

 また産総研はデータベース上のメタゲノムデータセッ

トについて赤潮発生海域と非発生海域の間で比較解析を

実施し、赤潮メタゲノムにおいて高頻度で検出される微

生物遺伝子を、赤潮発生の指標となる赤潮マーカー配列

として探索している。データベース上の全メタゲノムを

供試した大規模な比較解析により、赤潮発生海域のメタ

ゲノムにおいて統計的に有意に検出頻度の高い微生物遺

伝子約70,000配列を同定した。これらの検出頻度の高か

った配列群のほとんどは Rhodobacterales 目所属細菌

と推定されており、この分類群の増加と赤潮発生には何

らかの関連があると考えられた。今後、これらの配列群

から特に感度の高い配列を赤潮予測マーカー候補として

選抜し、海水 DNA を用いた実際の赤潮の発生予測試験

に提供する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］メタゲノム 

 
［研 究 題 目］難病治療用の組換え酵素及び化学合成糖

タンパク質製剤の開発戦略と新規有効性

評価システムの構築 

［研究代表者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］広川 貴次（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 リソソーム病は、生体分子の分解代謝に関わるリソソ

ーム酵素及びその補助因子をコードする遺伝子変異が原

因で、本来分解されるべき基質の患者組織内での過剰蓄

積と多様な全身症状を発症する遺伝性代謝異常症である。

その発生頻度は1～10万人に1人程度と低く、いわゆる希

少疾患に属するが、40種あまり報告されており、厚生労

働省では特定疾患の難病に指定されている。近年、正常

な酵素遺伝子を恒常発現する哺乳類培養細胞株が産生す

る組換えヒトリソソーム酵素製剤を、定期継続的に患者

の 静 脈 内 に 投 与 す る 酵 素 補 充 療 法 （ Enzyme 
replacement therapy, ERT）が、主として末梢症状を

呈する6種の疾患に対して臨床応用（実用化）されてい

る。この ERT では、リソソーム酵素に特異的に付加さ

れる末端マンノース6-リン酸（M6P）残基含有糖鎖と、

患者の標的組織細胞表面に存在する M6P レセプター

（M6PR）との結合を介した細胞内取り込みとリソソー

ムへの輸送が共通の治療原理となっており、従来治療薬

が無いリソソーム病に対しても拡張応用されることが望

まれている。しかし、現行の ERT には、1) 哺乳類培

養細胞株を基材として用いる組換えヒト酵素の大量生産

が困難で、薬価の高騰とヒト感染性病原体の混入の危険

性、2) 血液脳関門の存在により、静脈内投与された組

換え酵素は脳実質内に到達できず、中枢神経症状に対す

る治療効果はほとんどないこと、3) 生来、当該酵素を

発現していない患者に異物としての酵素を繰り返し投与

すると、アレルギーや中和抗体の産生などの副作用が現

れ、治療用酵素の有効性を減弱させるなどの問題点があ

る。これらの問題点を克服すべく、本研究では、β-

Hexosaminidase (Hex) A（αβヘテロ二量体）を構成
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するα−及びβ−各サブユニットをコードする HEXA 及び

HEXB 遺伝子、また HexA の補助因子である GM2ガング

リオシド（GM2）活性化タンパクをコードする GM2A
の遺伝子変異が原因で、各々脳内 GM2の過剰蓄積と中

枢神経症状を伴う Tay-Sachs 病、Sandhoff 病及び

GM2 gangliosidosis AB variant を対象とし、従来、根

本治療薬が全くないこれらの疾患に対する新規のバイオ

医薬品を開発する目的で研究を推進している。 

H25年度の成果として、Hex 及び GM2A の X 線結晶

構造情報に基づく「カモフラージュエンザイム」及び高

機能型タンパクの分子デザインを実施し、実験グループ

により、評価を進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］酵素補充療法、バイオ医薬品、組換え酵

素、化学合成糖タンパク質製剤 

 
［研 究 題 目］クラウド型児童虐待データベース蓄積・

虐待診断支援システムの開発とその導入

におけるバリア分析に基づいた活用促進

プログラムの作成 

［研究代表者］山中 龍宏（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］西田 佳史、北村 光司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

近年、乳幼児の虐待が社会問題になっている。虐待問

題では、早期発見できなかったことが問題となるが、現

場では虐待かを判断するための指標や判断を支援するツ

ールがなく、難しい問題を押し付けられているのが現状

である。本研究では、虐待早期発見の支援を目的として、

事故による傷害と虐待による傷害のデータを活用して、

虐待と事故とを科学的に見分ける鑑別支援サービスを、

現場で特別な計算機を準備することなく簡単に利用でき

るように、クラウド型サービスとして提供する仕組みを

構築することを目的としている。また、開発システムを

児童相談所や病院といった現場での試用を行い、導入・

活用方法の検討も行う。 

 平成25年度は、システムの仕様の検討を行い、プロト

タイプの開発を行った。また、サーバー上でのシステム

の動作検証を行った。並行して、クラウド型ではない、

ローカルで動作するシステムを病院で試用し、システム

の改善を行った。また、その際に、導入や活用における

問題点・難しさについて聞き取り調査を行い、開発シス

テムを広めていく上での阻害要因を調査した。 

平成26年度は、クラウド型のシステムを病院や児童相

談所などの現場で利用してもらい、検証を行う。また、

導入や活用における阻害要因を解消するための導入促進

プログラムの作成を行う。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］小児虐待、早期発見支援システム、傷害

データ 

 
［研 究 題 目］水熱処理とゼオライト触媒反応による高

品質バイオ燃料製造プロセスの研究開発

－省エネルギー・高効率水熱反応技術の

開発 

［研究代表者］井上 誠一（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］井上 誠一、福田 和義、新 優子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究開発では、エネルギー源の多様化と化石燃料

への依存度の低減に向けて、再生可能な資源としてのバ

イオマスから、水熱処理および触媒反応を利用し、バイ

オ燃料を製造するための技術開発を目的としている。プ

ロジェクトは新エネルギー・産業技術総合開発機構から

鹿児島大学に委託されている。BRRC はそこからの再

委託で研究を実施しており、製糖工場から排出されるバ

イオマス（バガス、廃糖蜜）に水熱処理を施し、含酸素

化合物を製造する過程における、水熱処理技術の省エネ

ルギー・高効率化を目指している。今年度は、バガスを

原料として後段の触媒反応で用いる含酸素化合物を得る

ための水熱処理の低温化及び固液比（水／バイオマス

比）の低減化を検討した。 

 水熱処理に酸を添加することで、含酸素化合物収量が

増加した。180～200℃処理の条件で、酸未添加の条件と

同等以上の含酸素化合物収量が得られ、従来240℃処理

で行っていた最適水熱処理条件を酸添加により低温化で

きることを明らかにした。さらに通常では、固：液（バ

イオマス：水）＝1:10で行われる水熱処理を同様の酸添

加処理により固：液＝1:7の条件でも同等量の含酸素化

合物が得られることを見出した。処理温度の低温化およ

び固液比の低減が可能になり、水熱処理の省エネルギー

化が達成できた。 

 また、鹿児島大学と共同でバガスからの液体燃料まで

の一貫製造試験を行い、上記の最適水熱処理条件で得ら

れた含酸素化合物を用いて液体燃料の製造が可能なこと

を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バガス、廃糖蜜、水熱処理、含酸素化合

物、バイオ燃料 

 
［研 究 題 目］グリーンプラスチックの超臨界二酸化炭

素による連続発泡成形技術の開発 

［研究代表者］中山 敦好（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中山 敦好、川崎 典起、大嶋 真紀、

伊田 小百合（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 超臨界二酸化炭素を利用した押し出し発泡成形により、

セル径のそろった微細発泡ポリ乳酸を作成する技術の開
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発を行う。実用化のためには、a) 発泡時の表面形状の

制御と b) 100℃以上の耐熱性の付与が必要であり、そ

のための添加剤配合系について検討する。本年度は、a) 

に関しては、添加剤の効果により、発泡成形時の分子量

低下の抑制効果が確認されるとともに、高倍率発泡時の

表面安定性が向上した。一次発泡シートから食品トレイ

などの二次成形品が良好な形状で得られた。また、b) 

に関してはリアクティブプロセッシング技術を活用した

発泡グレード化との組み合わせの中で、発泡成形法での

最適化を行い、加重たわみ温度100℃以上の耐熱性の実

現を検討した。実用的な成形プロセスとするためには、

一次発泡時にすみやかに結晶化させるのではなく、得ら

れた発泡シートを次ステップとして真空成形し製品化す

るがその段階で結晶化させるよう結晶化速度を調整する

必要があるため、モデル条件として120℃でのヒートセ

ットを想定し、3分で耐熱性付与させることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ポリ乳酸、発泡材料、超臨界二酸化炭素、

核剤、アロイ、生体材料 

 
［研 究 題 目］重症低ホスファターゼ症に対する骨髄移

植併用同種間葉系幹細胞移植に関する研

究 

［研究代表者］弓場 俊輔（健康工学研究部門） 

［研究担当者］弓場 俊輔、大串 始、勝部 好裕、 

笹尾 真理、高村 佳奈恵 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 低フォスファターゼ症は、組織非特異型アルカリフォ

スファターゼ（TNSALP）の遺伝子変異による重度先

天性骨代謝疾患で、このうち、最も重症である周産期型

に対して骨髄移植併用同種（他家）間葉系幹細胞

（Mesenchymal Stem Cell ; MSC）移植による治療技

術を確立しようとしている。 

 島根大学医学部附属病院と共同で本疾患患者に対する

他家間葉系幹細胞 MSC 移植を行う。当所では細胞製造

施設（セルプロセッシングセンター；CPC）を厳密な

品質管理の下に運用して移植用 MSC を製造する。 

 今年度は昨年に引き続き、第2症例について、気管軟

化症、すなわち安定した呼吸状態の改善を目的に、11月

に1回のみ追加移植（23年度の初回から数えて9回目、前

回は昨年度2月）を実施した。その結果、移植後1か月前

後より同症状は明らかに改善、その後殆ど消失した。 

 このようにこれまで経験した2症例の臨床研究の結果、

すなわち全身の骨再生や呼吸機能改善、さらに延命効果

をもたらしたことから、本疾患に対する骨髄移植併用同

種間葉系幹細胞移植は、有望な治療法であることが明ら

かとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療、間葉系幹細胞、骨形成 

［研 究 題 目］世界市場を開拓する Sake・大吟醸生産

システムの革新 

［研究代表者］上垣 浩一（健康工学研究部門） 

［研究担当者］上垣 浩一、中村 努 

（常勤職員2名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

 本研究開発の目的は従来、杜氏の勘と経験に依存する

小規模製造のため供給が追い付かない「高品質大吟醸

酒」の製造規模の拡大と山廃仕込みを利用した「高級熟

成ワインに対抗できる新規酒飲料」の新規醸造プロセス

を開発する事にある。そこで酒飲料の品質管理の決め手

となるアミノ酸、有機酸、エステルを簡便、且つ迅速に

定量する事の出来る分析技術の開発を行う。そして本分

析技術を利用して醗酵生産工程を高度するために１）大

吟醸酒生産のスケールアップ可能な標準製造工程

（SOP）の開発、２）乳酸発酵（山廃仕込み）を利用

した新規純米大吟醸を製造可能な SOP の開発、等を行

い、高度な発酵工業製品である大吟醸酒の生産性向上、

乳酸発酵醸造法の高品質化を行う。 

 この目的達成のため、複数の研究機関や企業、大学が

本研究開発に参加し共同で研究開発を行った。本開発に

は大吟醸の発酵過程において、味の決め手となる有機酸

を簡便に測定する手法が必須である。そこで研究代表者

らは酵素を用いた有機酸検出に関して各種分析法と酵素

法の比較や検討を行い、その有用性の確認を行った。更

に新規の酵素法の開発に有用な酵素を新たに取得するた

めデーターベース調査を行い候補遺伝子の探索を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］大吟醸、山廃、、酵素、有機酸 

 
［研 究 題 目］スポーツ用義足は有利か不利か？―走行

中の関節スティフネス評価による検証― 

［研究代表者］保原 浩明（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］保原 浩明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年になって主流となっているカーボン繊維製のスポ

ーツ用義足の登場は、障害者の積極的なスポーツ参加を

促進させた一方、「義足の装着によって不当なアドバン

テージを得ているのではないか？」という疑いの目を生

じさせた。そこで本研究の目的は下肢関節におけるバネ

機能の評価指標として広く用いられている Joint 
stiffness を評価することによって、スポーツ用義足の

有利／不利に関する論争への視座を得ることであった。

8名の片脚下腿切断者に、屋内に設置した一周100m の

走路でランニング動作を行わせた。走速度は2.5m/s、
3.0m/s、3.5m/s の三段階に設定した。Tosional Spring 
Model に基づき、関節モーメントを関節角度変化量で

除して関節バネ特性（Joint stiffness）を足関節および

膝関節肢から算出し、義足側と非切断側で比較した。そ
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の結果、いずれの走速度でも義足側の足・膝関節スティ

フネスは非切断側と同等かそれ以下の値を示した。これ

らの結果は、カーボン繊維製のスポーツ用義足が国際陸

連の懸念する「技術的措置による競技力向上」に繋がる

可能性は低いことを示唆している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スポーツ、義足、パラリンピック 

 
［研 究 題 目］人間の意図理解と行動予測のための一人

称ビジョンセンシングの研究 

［研究代表者］山崎 俊太郎（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］山崎 俊太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、カメラとディスプレイを備えたヘッドマ

ウント型デバイス（一人称ビジョンセンサ）を用いて、

日常生活空間における人間の行動計測技術を開発した。

研究プラットフォームとしてヘッドマウント型 Android
デバイス Smart Glass M100を用いて、(a)前方カメラ

を用いた行動解析、(b)ヘッドマウントディスプレイを

用いた解析結果の出力、および(c)イアホンを用いた音

声による行動介入、の実現に取り組んだ。 

 平成25年度は、このうち(a)の行動解析に焦点を絞り、

時系列画像を用いた3次元復元によってデバイス利用者

の頭部姿勢を推定する技術を研究した。ヘッドマウント

型デバイスで撮影した画像は、動きボケや露光の過不足

による外乱を受ける問題がある。提案法では、計測画像

の SIFT 特徴量を利用して全画像間の対応点を推定する

ことで、利用しないフレームの自動検出と、撮影時刻の

離れた画像間の対応点問題を解決した。計算量の多い3

次元復元計算を効率よく実行するために、NVidia 社の

GPU とクラスタ計算機を用いた。幾何復元には

Structure from Motion 法を用い、VisualSFM ライブ

ラリを用いて実装した。 

 屋内環境と屋外環境で計測実験を行い、開発したシス

テムの実用性を評価した。屋内環境では、障害物が多く

無線や外部カメラによる測位は困難だが、提案法を用い

ることで安定して位置推定ができることを確認した。屋

外環境では、GPS と提案法による測位結果を比較し、

高い建造物の周辺において、提案法の方が空撮地図と矛

盾のない結果を得られることを示した。 

 本技術を用いることで、人間の頭部姿勢を正確に計測

することが可能になり、各時刻において人間に見えてい

る物、見えていない物を推定できるようになった。ビジ

ョンセンサの弱点として、位置推定精度が照明条件に強

く依存するため、GPS や Wifi などの他の測位技術によ

る補完が必要である。また計算の実時間化と推定結果の

提示とフィードバックが今後の研究課題として残った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］一人称ビジョンセンシング、自己位置同

定 

 
［研 究 題 目］成育医療研究開発事業「子どもの事故予

防に関する総合的研究」 

［研究代表者］西田 佳史（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］西田 佳史、山中 龍宏、北村 光司 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、東京消防庁の救急搬送データを用いて事

故メカニズムの頻度分析を行い、この分析に基づいて、

1歳から2歳に多発する転倒による刺傷を取り上げ、棒状

製品による刺傷事故のリスク評価技術が開発することと

した。刺傷のメカニズム解明を行うシミュレーションシ

ステムと落下衝撃試験機を開発し、有効性を検証するた

めに、刺傷事故の例題として歯ブラシによる刺傷事故を

取り上げ、解析を行った。 

産業技術総合研究所で開発した落下試験機を用いた刺

傷事故のリスク評価の検討を行った。歯ブラシによる事

故の最頻年齢である1歳児が、口にくわえたまま転倒し

た際に受ける力の推定を行った。落下試験機を用いた実

験により、最大500[N]が発生した。実験で使用した歯

ブラシの先端の面積は32mm2であるため、先端部分に

15.6[MPa]の圧力がかかったことが推定された。また、

新たに開発した有限要素モデルを用いたシミュレーショ

ンによる解析からも、10[MPa]の応力が内部で発生す

ることが確認された。実験結果から、静止立位状態から

転倒し、頭部重量が作用しただけでも、皮膚貫通の可能

性があるという知見が得られた。 

また、これまで成育医療研究センターで蓄積してきた

傷害データベースを分析し、発生する頻度の高さ、傷害

の重症度、最近の傾向の変化、保護者の知識などを考慮

し、意識変容の対象とすべき傷害状況や製品を整理した。 

これまでに成育医療研究センターで収集した事故デー

タ（2006年11月～2011年8月、N＝15,159)を用いて、年

齢別に傷害の頻度、場所、製品の種類などを分析する。

また、イラストレータと協力することで、分かりやすく

事故統計データを可視化し、取りまとめた。具体的には、

1歳～9歳まで、各年齢の事故データを以下の観点から整

理した。 

1. 傷害メカニズム（転倒・転落、衝突、誤飲、挟まれ

など） 

2. 傷害部位の頻度を示す身体地図統計 

3. 事故発生場所（居間、寝室、階段、食堂、台所、公

園、道路、店舗、公共施設など） 

4. 傷害の起因となった製品の上位10位（階段、椅子、

テーブル、自転車、遊具、ドア、玩具、ベッド、な

ど）。 

5. 製品事故の頻度と月齢の関係 

 今回の分析によって、年齢によって変化する事故誘発
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製品の具体的なリストが明確になった。また、従来、製

品の事故発生頻度と月齢の関係を示した図は存在してい

たが、発生頻度の分布が明らかになった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］傷害サーベイランス、子どもの傷害予防、

事故統計、子どもの身体寸法、デザイン

支援ツール 

 
［研 究 題 目］ABC 次世代バイオマス液体燃料製造シ

ステム技術の開発－スラリー層反応によ

る触媒寿命、ガス組成影響、生成物条件

の検討及びコンパクト液化装置、熱回収

の研究開発 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］平田 悟史、宮澤 朋久、志村 勝也、 

横山 英幸（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではバイオマスと石炭の共ガス化を可能とする

タール改質塔を備えた循環流動層ガス化炉の開発と、耐

タール・耐硫黄性能を持つ炭化水素合成触媒の開発によ

って、次世代バイオマス液体燃料製造システムを開発す

ることを目標としている。プロジェクトは新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構から石炭エネルギーセンター

と岐阜大学に委託されており、BRRC は岐阜大学から

の再委託で触媒に関する研究を実施した。具体的には

BRRC に設置したスラリー層反応装置を使って、岐阜

大学が開発した触媒の原料ガスの組成の影響、触媒の性

状による生成物組成への影響、触媒寿命を調べ、この結

果に基づき、熱回収の効率化のための検討を実施した。 

 岐阜大学から提供された2種類の Fischer-Tropsch 合

成触媒および BRRC が独自に開発した触媒を用いて、

触媒性能の評価及び原料ガス中の硫黄の触媒に対する影

響を検討した。その結果、硫化水素を添加しない条件で

は、各触媒ともに反応開始後168時間程度の定常活性が

確認された。一方、硫化水素を1～4ppm 添加した場合

は、岐阜大学の触媒は反応開始直後から急速な活性の低

下が確認され、硫化水素の添加による顕著な活性劣化が

認められた。BRRC の触媒を用いた場合も急速な活性

の劣化が見られたが、CO 転換率が初期活性の半分以下

になるまでに要する時間が岐阜大触媒では10時間程度で

あったのに対して、24時間程度と活性劣化速度を抑制出

来ることが確認された。 

 また、熱回収の効率化の検討の結果、トータルのエ

ネルギー効率向上には反応熱の回収よりもオフガス

の利用方法がより重要であることが明らかとなった。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］Fischer-Tropsch 合成、触媒、リアクタ

ー 

 

［研 究 題 目］足入れの良い健康革靴プロジェクト 

［研究代表者］持丸 正明（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］持丸 正明、森田 孝男、小林 吉之、 

河内 まき子、元田 真吾 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 高付加価値の日本製革靴について「Made in Japan
革靴」ブランドを確立し、新興アジア圏で「履き心地が

よく、歩きやすく、美しく、靴に起因する足のトラブル

がない革靴」としての認知を得るために、科学的根拠に

立脚し、パフォーマンスの高い革靴を開発するための基

盤設計技術を研究する。美しさや機能性、コスト性を考

慮できる自由度を許容しつつも、履き心地がよく、歩き

やすく、美しく、靴に起因する足のトラブルがない革靴

のための靴型設計ガイドラインを、科学的根拠に基づい

て策定することを最終目標とする。 

平成25年度事業では、平成23-24年度に実施した靴型

設計要件の多人数・長時間実験による検証と、足サイズ

と形状の関係を靴型設計に反映するためのデータ整理を

行った。具体的には、(1)修正靴型に基づく試作靴を店

舗を模擬した実験環境で100名以上の試履試験、(2)同試

作靴で10名の被験者について1.5km の長時間歩行試験、

(3)足のサイズと形状の関係（アロメトリー）の定式化

研究を実施した。この結果、修正なしの基本靴型に加え、

２種類の修正靴型を追加することで、満足度が大幅に向

上することが確認できた。また、長時間の試履によって、

修正靴型に基づく試作靴を選択する者が増えることが確

認できた。アーチ部、踵部の修正は、婦人靴と紳士靴で

結果が異なっており、ヒールの高い婦人靴ではアーチ部

と踵部を修正することで接触面積が増え、靴内での足の

前すべりが押さえられることが確認できた。これらの靴

型の設計方法と効果を靴型設計ガイドラインとして取り

まとめるとともに、この靴型設計ガイドラインを中核と

して革靴製造、販売までの一貫したプロセス全体の品質

管理ガイドラインについて業界団体と議論を進めた。こ

れらの成果に基づいて、基本靴型と2種類の修正靴型に

基づく婦人靴を、2014年3月期に都内百貨店で試験販売

するとともに、委託元の所有する銀座ショールームでの

展示体験を行った。販売は好調で、特に2種類の修正靴

型に基づく婦人靴の売れ行きがよいことがわかった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、人間工学、バイオ

メカニクス 

 
［研 究 題 目］東アジアにおけるバイオ燃料の指標およ

びバイオマス利活用の影響評価に関する

研究 

［研究代表者］後藤 新一 
（新燃料自動車技術研究センター） 
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［研究担当者］後藤 新一、小熊 光晴、葭村 雄二 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 平成19年度に ERIA（東アジア・アセアン経済研究セ

ンター）Energy Project の一つとしてワーキンググル

ープ“Benchmarking of Biodiesel Fuel Standardization 
in East Asia”を立ち上げ、良質なバイオディーゼル燃料

の流通を目指した各国の標準化支援と基準調和活動を行

っている。平成25年度も事業のワーキンググループ運営

を継続した。最新のヨーロッパ規格と調和すべく、

EAS-ERIA Biodiesel Fuel Standard: 2008（EEBS: 
2008）の改訂と、これらの情報を更新したディーゼル燃

料流通バンドブックの改訂作業を実施した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］東アジア、アセアン、ERIA、バイオデ

ィーゼル燃料、BDF、FAME、脂肪酸

メチルエステル、酸価安定性、ハンドブ

ック 
 
［研 究 題 目］統合水素エネルギー利用システムの性能

向上に資する水素貯蔵材料、及び貯蔵方

法に関する基礎的研究 

［研究代表者］中納 暁洋（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］中納 暁洋、伊藤 博、前田 哲彦、 

宗像 鉄雄、鈴木 かほり 

（常勤職員4名、他1名） 

［研究内容］ 

 統合水素エネルギー利用システムの性能向上を目指し

た水素貯蔵材料、及び貯蔵方法に関する基礎的研究につ

いて初年度は産総研で開発している水素吸蔵合金タンク

に対し、実用に即した数値解析コード開発を試みた。合

金タンク内部の2重螺旋コイル型熱交換器の構造が複雑

であることから直接的な数値解析には多大の困難を伴う。

そこで実際のタンクを大幅に簡素化し、2重螺旋コイル

銅管を真直ぐ引き伸ばした模擬タンクを考え、合金層、

タンク外筒、断熱材部それぞれの総体積を一致させるよ

う厚みを定めた2次元解析モデルを考案した。なお、合

金層に関しては螺旋構造の銅管と合金との位置関係が複

雑で単純化できないことから、合金層の熱伝導率は幾何

学的形状補正を行わずこれをフィッティングパラメータ

として取扱い、循環水の出口温度を実験結果と一致させ

るよう熱伝導率を定め、その熱伝導率を採用した時の合

金タンク内部圧力の計算結果が実験結果と一致するか否

かの確認を行った。水素吸蔵・放出個別実験の結果に対

し循環水出口温度を一致させるよう合金層の熱伝導率を

定め計算を行った結果、タンク内部圧力の計算結果もそ

れぞれの実験値と良く一致した。次に、水素吸蔵・放出

を連続的に行った実験に対し数値解析を試みた結果、合

金層の熱伝導率を0.34から0.48 W/m・K の範囲で与え

ることで実験結果を良く再現できることが分かった。採

用した熱伝導率は、LaNi5合金の熱伝導率と同オーダー

であり、半経験的手法ではあるが開発した合金タンクに

対し実用レベルでの熱利用解析に耐えうる簡易数値モデ

ルを提案することができた。なお、貯蔵材料の研究は主

に共同研究相手が担当している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素システム、水素吸蔵合金タンク、水

素貯蔵材料 

 
［研 究 題 目］超低損失パワーデバイス実現のための基

盤構築（二酸化炭素排出抑制に資する革

新的技術の創出） 

［研究代表者］山崎 聡（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山崎 聡、西澤 伸一、大橋 弘通、 

大串 秀世、竹内 大輔、牧野 俊晴、

小倉 政彦、加藤 宙光、中島 昭、 

宮崎 剛英、宮本 良之、松本 翼、 

工藤 唯義、桑原 大輔、水落 憲和、 

徳田 規夫、鈴木 真理子、小泉 聡、

波多野 睦子、岩崎 孝之、都築 康平、

佐藤 一樹、齊藤 丈靖 

（常勤職員9名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 二酸化炭素排出抑制に大きな効果を持つ大幅な省エネ

ルギーが実現できるパワーデバイスの候補として、ダイ

ヤモンドの得意な物性である高密度ドーピング薄膜が示

す低抵抗ホッピング伝導を利用した新概念の超低損失パ

ワーデバイスを取り上げる。この超低損失パワーデバイ

ス実現に必要なダイヤモンド特有の物性の物理的理解、

その物性を利用した新しいデバイス物理の構築、材料プ

ロセス・デバイス作製プロセスの問題点の抽出とその解

決策を総合的に行い、超低損失パワーデバイスを提案・

試作し、ダイヤモンドによる次世代パワーデバイスの基

礎を構築する。 

 得られた新構造デバイスである、p+-i-n+ダイオード

やショットキーpn ダイオードの詳細についての研究を

進めた。ダイヤモンドパワーデバイスの大きな課題の一

つとして n 型ダイヤモンドと金属との接触抵抗が大き

な点が挙げられる。グラファイトを利用することにより

これまでの接触抵抗を一桁以上改善することに成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］パワーデバイス、ダイヤモンド、電子デ

バイス 

 
［研 究 題 目］SOFC 高機能化のためのイオン－電子

流れ解析技術の開発（エネルギー高効率

利用のための相界面化学） 

［研究代表者］山地 克彦（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］西 美奈、岸本 治夫、堀田 照久、 

王 芳芳（常勤職員4名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 固体酸化物形燃料電池（SOFC）電極では、酸素分子

の固体電極表面での吸着・解離→イオン化→拡散→燃料

酸化という一連の反応がおこる。この反応の最適化には、

多孔質電極／緻密電解質／多孔質燃料極界面での反応機

構解明が重要である。酸素（あるいは酸化物イオン）の

流れ・動きをミクロレベルで視覚化することができれば、

SOFC 高性能電極の設計、高機能界面の設計に有益な

情報を与える。本研究では、安定同位体酸素（18O）を

利用し、異種機能材料界面でおこる酸素イオン化と拡散

をミクロレベルで視覚化する技術を開発する。また、こ

の観測結果に基づき、高機能・高性能電極／電解質界面

の設計指針を提案する。 

 本年度は、空気極に関しては、結晶方位の異なる

YSZ 単結晶基板上に製膜した GDC 膜を用い、酸素交換

能に与える GDC 膜の結晶方位等の影響について評価を

進めた。また、燃料極に関しては、種々の酸化物基板上

に Ni を製膜したモデル燃料極を用い、炭素析出に基板

材料が与える影響について評価を進めた。また、チーム

内での連携として、共通サンプルの作成や、他機関で作

成したセルなどについて、酸素同位体交換と二次イオン

質量分析計（SIMS）を用いた解析を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、石炭ガス化ガス、

不純物、酸化物燃料極、安定性存 

 
［研 究 題 目］プロトン応答性錯体触媒に基づく二酸化

炭素の高効率水素化触媒の開発と人工光

合成への展開 

［研究代表者］姫田 雄一郎 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］姫田 雄一郎、三石 雄悟、王 万輝 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、(1)「水素の貯蔵を指向した高効率な二

酸化炭素の水素化触媒の開発」と(2)「多機能型錯体触

媒を目指したプロトン応答性触媒の設計指針の構築」を

目的とする。具体的には、温和な反応条件で二酸化炭素

を還元できるエネルギー効率の高い触媒を開発し、二酸

化炭素をエネルギー貯蔵物質として利用するための基盤

技術の確立を目指す。また、提案者が開発した独創的触

媒設計概念である「プロトン応答性」触媒の反応機構の

解明および「多機能型触媒」の開発を行うことにより、

新しい触媒技術への貢献を目的とする。 

 本年度は、CO2水素化反応およびギ酸の脱水素化反応

の高性能・高機能な触媒開発に向けて、触媒を、活性化

部位、中心金属、機能化部位の3つのカテゴリーに分け、

それぞれを対象にした設計・合成・評価を行った。活性

化部位の改良では、ビピリジン環上の水酸基の位置によ

る触媒活性化効果を詳細に検討し、オルト位の水酸基か

ら生じたオキシアニオンのペンダントベース効果により、

二酸化炭素の水素化反応およびギ酸の脱水素化反応が著

しく加速することを見出した。このペンダントベース効

果は、同位体効果および密度汎関数法（DFT）計算に

より、実験的、理論的に説明した。また、新たな触媒配

位子を探索した結果、アゾール系配位子がビピリジン系

配位子に比べて、高い触媒性能を発現することが分かっ

た。中心金属の変更では、非プラチナ系コバルトを中心

金属に用いたプロトン応答性触媒が、有機添加物を含ま

ない水中で二酸化炭素の水素化反応によりギ酸を生成す

ることを、世界で初めて報告した。機能化部位の変更で

は、多官能・多置換シクロペンタジエニル配位子を有す

るロジウム錯体の新規合成法を開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］炭素固定、水素貯蔵 

 
［研 究 題 目］センサデバイス性能向上及びプロセス基

盤技術 

［研究代表者］牧野 俊晴（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］牧野 俊晴、品田 賢宏、都倉 康弘、 

初貝 安弘、白石 賢二、竹内 大輔、 

小倉 政彦、加藤 宙光、山崎 聡 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイヤモンド中の窒素‐空孔複合体（NV センタ）

は、固体では唯一、室温で単一スピンを操作・検出で

き、さらに磁気共鳴の光検出が可能である。本プロジェ

クトでは、このダイヤモンド NV センタの性質を利用

して、常温で SQUID に匹敵する感度を有し、かつ高空

間分解能でイメージングが可能な磁気センサシステムの

創製を目標とする。本年度は、電子スピンを有する NV
－センタを高密度で安定形成するための微細デバイスの

検討に着手した。磁気センサとして動作する NV セン

タは、電子スピンを有している電子がチャージされた

NV－である。これを実現するため、横型の n-i-n 接合

のバンドエンジニアリングを利用する微細デバイス構造

を提案した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］磁気センサ、ダイヤモンド、NV センタ

ー 

 
［研 究 題 目］超高耐圧高効率小型真空パワースイッチ

の作製と評価 

［研究代表者］竹内 大輔（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］竹内 大輔、小泉 聡、八井 崇、 

山崎 聡、大橋 弘通、西澤 伸一、 

大串 秀世、牧野 俊晴、小倉 政彦、

加藤 宙光、中島 昭、宮本 良之 

（常勤職員8名、他4名） 

［研 究 内 容］ 
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 本研究では、ダイヤモンド半導体の特長を利用した真

空を用いた高耐圧パワースイッチを作製し、動作実証に

世界で初めて成功した。これは、真空管で固体素子同様

のパワースイッチングが可能であることを世界で初めて

実証したことを意味している。実験結果から、理論的に

従来の10分の1の大きさで、100kV 以上で99.9%の効率

が得られる大電力変換装置が可能になる。将来、日本近

海の洋上風力エネルギー導入や日本列島間での効率的な

送電などを行う際に、この技術を利用することで、新し

いエネルギー戦略に貢献することが期待できる。 

本年度は、耐圧10kV において効率73%のパワースイ

ッチとしての動作実証をもとに、耐圧100kV 級の実証

実験用の装置を立ち上げた。ダイオード形電子源として

は、昨年度の実証実験で用いた基板より抵抗率が2桁小

さい高濃度ボロンドープ低抵抗基板を用い、ダイオード

としての直列抵抗を小さくし、1A 級の動作を可能とし

た。結果として、電子放出電流は0.5mA を超えた。ま

た、パルス動作で1ms の電子放出電流パルスを確認し、

高速なスイッチングの可能性を示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］パワーデバイス、ダイヤモンド、負性電

子親和力、真空パワースイッチ 

 
［研 究 題 目］高温超伝導固定子巻線技術の研究開発 

［研究代表者］古瀬 充穂（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］古瀬 充穂（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 中・大型電気自動車や鉄道用の高効率・高トルク密度

超電導モータの実現を目指し、大電流密度高温超電導コ

イル技術の開発を行っている。 

 実現しようとしているモータは、京都大学を中心とし

たグループが開発した「高温超電導誘導同期回転機」

（従来のかご形誘導モータのかご形巻線を高温超電導線

材で構成したもの）をベースとし、さらに固定子巻線も

超電導化した全超電導モータである。高温超電導誘導同

期回転機は、同期・非同期トルクの両立、それによる制

御性能向上、同期運転による高効率化といった、従来機

では実現できない特性を持つ。そのため十分なトルク密

度を持つモータが実現できれば、電気自動車等の一層の

高効率化、始動・加速特性の大幅な向上が期待できる。 

 固定子巻線の超電導化には、レーストラック形状巻線

技術の確立、鉄心中での大電流容量化、低交流損失化な

どの技術課題がある。 

 昨年度は大電流容量化に向けた2並列導体によるレー

ストラックコイル巻線技術を確立したが、導体を転位し

てインダクタンスを均等にするため、中間部に半田接続

部が存在した。接続部の抵抗はそのまま損失につながる。

そこでコイルエンド部において無接続で導体を転位する

方式を考案し、基礎的検討を行った。今後は鉄心中での

大電流容量化のための技術開発を行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超電導回転機、電気自動車、誘導同期回

転機、高温超電導コイル 

 
［研 究 題 目］リグニン由来溶液の詳細構造解析と反応

経路の解明 

［研究代表者］鷹觜 利公（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］鷹觜 利公、佐藤 信也、麓 恵里、 

近藤 輝男、中川美幸、丸山 一江 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 リグニンなど劣質な未利用難処理炭素資源は C-C、

エーテル、エステル結合を介して芳香環が組み込まれて

おり、場合によっては芳香環が縮合している。そのため、

従来資源化する技術がないために減容・焼却されてきた。

本研究では芳香環同士を結び付ける多様な結合と置換基

について、所望の結合のみ分解することで、それらを構

成する基本構造である単環芳香族を単離・製造するプロ

セス開発に結び付く要素技術を開発するものである。 

 リグニンなど劣質な未利用難処理炭素資源は巨大分子

であるため、実用化の際には実施者が提案する2段階プ

ロセスで単環芳香族を生成する。まず低分子化（分解）

を行い、次いで酸化鉄を中心とした触媒による接触分解

を行うことで単環芳香族を生成する。 

 本研究では、上記プロセスにおけるリグニン化可溶化

機構の解明と可溶化液の詳細分析および分子モデル構築

を行った。 

 リグニン可溶化反応で水相に溶解した分解物の回収の

ために、先ず水系 GPC で水溶解物の分子量分布を測定

した。その結果、水相の分解物の大部分は分子量1,000

～10,000の高分子量物質であった。この成分から水分を

蒸発させて回収して分析した結果、未燃分を多く含む炭

素の乏しい物質であることが明らかとなった。 

 低分子化リグニンの13C-NMR 測定では、DEPT 法と

QUAT 法による測定を行い、3級および4級炭素の定量、

および個別のスペクトルの解析により、酸素と結合した

芳香族炭素およびその炭素に隣接する3級、4級炭素の数

とその位置を推定するに至った。これらの方法を用いて、

スギから抽出した天然リグニンを含む21試料の構造解析

を実施し、反応物の芳香環を中心とした骨格モデルを構

築した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］リグニン、可溶化、構造解析 

 
［研 究 題 目］アンモニア内燃機関の技術開発 

［研究代表者］壹岐 典彦（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］壹岐 典彦、倉田 修、松沼 孝幸、 

井上 貴博、鈴木 雅人、辻村 拓、 

古谷 博秀（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 
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 クリーンで、かつ量的なポテンシャルも備えている再

生可能エネルギーを大規模に利用するためには、一旦エ

ネルギーキャリアに変換し、これを消費地まで運搬して

最適の形でエネルギーに戻すようなシステムの構築が必

要となる。アンモニアは、肥料原料や汎用化学品原料と

して大量に使用されている。沸点がろ－3℃であり、水

素と比較して容易に液化され、その体積当たりの水素貯

蔵量は約18wt%と水素吸蔵合金（<5wt%）や高圧水素に

比してはるかに高密度である特徴がある。さらに液体水

素、有機ハイドライドに比しても水素貯蔵量は大きい。

また製造・輸送・貯蔵まで一貫した技術が十分に整備さ

れており、次世代の低炭素社会を担うエネルギーキャリ

アとしての可能性を十分に秘めている。エネルギー消費

地における水素への変換、燃料電池デバイス、燃焼など

アンモニアの利用技術が確立されることにより、アンモ

ニアをエネルギーキャリアとする社会が構築される。そ

の中でアンモニアを燃料とした内燃機関の燃焼技術の開

発を担当している。これらにおいて、克服すべき技術課

題の詳細は以下のとおりである。 

(1) 排出ガス低 NOx 化技術の開発 

(2) 燃焼強化技術の開発 

 ガスタービンやレシプロエンジンなどの実用燃焼器に

おいてこれらの技術課題を解決するために、燃焼器の改

良を進め、新燃焼コンセプトの実現可能性を検証する。

平成25年度は50kW 級ガスタービンを用いたモデル燃焼

試験を実施するため、必要となるマイクロガスタービン

及び各種実験装置の構成、仕様を決め導入した。マイク

ロガスタービン本体は灯油を燃料として50kW の発電が

可能であること確認した。アンモニア燃焼を行うため、

灯油とガスの2系統の燃料を取り扱える試作燃焼装置を

導入した。試作燃焼装置をマイクロガスタービンに取り

付けた状態で、灯油を用いて50kW の発電が可能である

こと、ガス供給系が正常に作動することを確認した。モ

デル燃焼試験の実施場所を福島再生可能エネルギー研究

所として、設置場所の検討、設計を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギーキャリア、アンモニア直接燃

焼、内燃機関、ガスタービン、実証試験、

燃焼モデル 

 
［研 究 題 目］高性能・高機能なギ酸脱水素化触媒の開

発 

［研究代表者］姫田 雄一郎 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］姫田 雄一郎、松岡 浩一、眞中 雄一 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、水中100℃以下の温和な条件下、高性

能・高エネルギー効率で、ギ酸から一酸化炭素を含まな

い“高圧・高品質水素”の連続供給を可能とする技術開

発を目標とする。具体的には、実用に適した温度領域で、

低環境負荷型かつ高性能なギ酸分解触媒の開発と、ギ酸

から発生する高圧ガスを利用した簡便な水素の濃縮・精

製プロセスの構築を行うことにより、他の化学系液体燃

料からでは得られない優れた特性を持つ水素供給システ

ムの開発を行う。 

 本年度は、高効率・高耐久性錯体触媒の触媒設計指針

の獲得のための研究を行った。まず、触媒の高効率化お

よび高耐久化の2つの観点からそれぞれ触媒探索を進め

た。高効率触媒開発に向けて、新しい骨格の触媒配位子

を見出すことできた。また、高耐久性触媒の開発に向け

ては、一つの方向性を見出すことができた。また、次年

度以降の円滑な研究遂行のための研究環境の整備を行っ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］炭素固定、水素発生 

 
［研 究 題 目］PEFC 性能向上のためのマイクロポーラ

ス層（MPL）付ガス拡散層（GDL）お

よび流路構造の最適化 

［研究代表者］宗像 鉄雄（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］宗像 鉄雄、伊藤 博、染矢 聡、 

中納 暁洋、前田 哲彦、坂田 藍美 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 固体高分子形燃料電池（PEFC）の性能向上に資する

ため、ガス拡散層（GDL）撥水性分布及びマイクロポ

ーラス層（MPL）素材構造の影響評価と燐光分子セン

サによるガス流動の可視化手法開発に関する研究を行っ

た。 

 GDL 撥水性分布及び MPL 素材構造の影響評価では、

GDL 基体材料として通常用いられる市販のカーボンペ

ーパを用い、撥水材（PTFE）の添加方法に関する検討

を行った。具体的には、PTFE 添加時の乾燥工程に着目

し、乾燥時の雰囲気圧力と PTFE 分布状態との関連性

を調べた。その結果，真空下で乾燥させたカーボンペー

パでは、大気乾燥した場合と比較して、PTFE 分布は厚

み方向により一様になり、厚み方向の多孔度分布も均一

化する効果があることがわかった。また、セル性能試験

の結果、PTFE 均一分布を有するカーボンペーパでは、

燃料電池セルのカソード GDL として排水性能も向上さ

せることを確認した。 

 燐光分子センサによるガス流動の可視化手法開発では、

まず、燐光分子の光学特性調査を行い、分子センサの発

光特性を詳細に調査し、温度、酸素濃度に対する感度を

明らかにした。ここでは金属錯体の中でも特にポルフィ

リン錯体に着目し、温度依存性、酸素濃度依存性を評価

した。その結果、4種類の錯体の発光強度が酸素濃度に

依存することがわかった。また、これらと同じ波長で励

起可能であり、かつ、酸素濃度に応答しない蛍光分子を



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(591) 

確認した。酸素濃度に応答しない分子と、応答するポル

フィリン錯体とを組み合わせた複合センサ膜を作成し、

励起強度の不安定性やセンサ分子濃度に依存することな

く酸素濃度の定量計測を実現可能な複合センサを明らか

にした。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］燃料電池、ガス拡散層、流路構造 

 

［研 究 題 目］マイルドな熱分解とガス化を組み合わせ

た化学基幹物質製造プロセスの開発及び

低品位炭の水熱抽出・改質技術の開発 

［研究代表者］鈴木 善三（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］鈴木 善三、松岡 浩一、倉本 浩司、 

細貝 聡、川端 康正、鷹觜 利公、 

Atul Sharma、森本 正人、 

Qingxin Zheng（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、石炭のガス化過程における多環芳香物な

どのタールの低減、ならびに水熱抽出・改質技術に関す

る基盤技術開発を行った。タールの低減に関しては、熱

分解炉と燃焼炉である気泡流動層が連結した循環流動層

を設計し、石炭チャーとタールの接触によるタールの改

質効果（タールと石炭チャーの相互作用）を連続装置に

て定量的に検討した。まず、循環流動層における各炉か

ら排出されるガス、タール等を精密に分析することによ

り、ほぼ良好な炭素に関する物質収支を得ることを検証

した。ついで、石炭チャーとタールの相互作用を強化す

るために、熱分解炉内での石炭チャーの濃度を増加させ、

これにともなうガス、タールを定量した。熱分解温度を

700℃以上とすることで、チャー濃度の向上によるガス

収率（主に CO、H2）の向上が見られた。これは、熱分

解由来のタールが、チャー上に析出し、ついで熱分解由

来の水分により改質されているためと推察される。さら

に、軽質タール（4環以下の多環芳香族類）に関しては、

チャー濃度の向上にともなって、タールが減少し、一方、

重質タールも大幅に減少することを明らかにした。これ

は、触媒を利用せずとも、タール低減が可能であること

を示唆する。 

タール低減に加えて､低品位炭をガス化燃料とオイル

燃料に高効率転換することを目的とした研究も実施した。

ここでは､350℃程度の穏和な条件の熱水を用いて低品位

炭を抽出し、タール（抽出物）と高品位なガス化燃料

（抽出残渣、改質炭）を製造する。また、タールを同様

の水熱条件で高品位なオイル燃料へ改質するための触媒

を開発する。本年度は、前段の水熱抽出で得られる抽出

物の詳細分析を実施し、触媒に求められる性能を明らか

にした。結果として、提案法によって350℃以下という

穏和な条件で35%ものタール状成分を回収できることが

わかった。また、抽出物の詳細構造解析を実施し、分子

量800以下、芳香環構造は1～2環でカルボニルやカルボ

キシル基が存在することを明らかにした。抽出物を高温

高圧水中でオイルに転換するための触媒には、脱酸素反

応を促進する性能が求められることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］石炭、ガス化、タール分解、改質、亜臨

界水 

 
［研 究 題 目］革新的なダイヤモンド熱電子発電技術の

開発 

［研究代表者］竹内 大輔（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］竹内 大輔、山崎 聡、牧野 俊晴、 

小倉 政彦、加藤 宙光、祖父江 進、 

奥野 英一、木村 裕治、片岡 光浩 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、産総研の負性電子親和力の評価技術と

N 型ダイヤモンド薄膜の合成技術をシーズ候補とし、

熱電子発電技術の顕在化に必要な要素技術を開発する。

課題は、内部抵抗が高い（10Ω・cm2）、1.7eV 以下の

仕事関数が望ましい、電極間の温度差が安定しない等で

ある。本研究開発では、内部抵抗1Ω・cm2以下、仕事

関数1.7eV 以下、実装条件の抽出、を行う。 

本年度は、①ダイヤモンド膜の内部抵抗の低減、およ

び②ダイヤモンド表面の実効的な仕事関数の低減、を目

指した。①については、（1）1020cm－③オーダーの高濃

度リンドープ CVD ダイヤモンド薄膜の合成に成功し、

目標の1Ωcm2以下に対して0.2Ωcm2まで低減できた。

（2）上記膜にデンソーで高濃度窒素ドープ CVD ダイ

ヤモンド薄膜を積層し、熱電子放出特性から、仕事関数

の目標値1.7eV に対し、1.7eV を得た。（3）作製した

高濃度リンドープ単結晶 CVD ダイヤモンド薄膜の

TPYS 測定と AFM・KFM 測定を行い、表面で強い上

向きのバンドベンディングが生じることを確認した。 

以上の結果を踏まえて、ハイリスク挑戦ステージへの

申請を行い、研究の継続が決定した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］パワーデバイス、ダイヤモンド、負性電

子親和力、真空パワースイッチ 

 
［研 究 題 目］車載に向けたダイヤモンド薄膜を使った

熱電子発電素子の開発 

［研究代表者］加藤 宙光（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］加藤 宙光、山崎 聡、竹内 大輔、 

牧野 俊晴、小倉 政彦 

（常勤職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 グリーンイノベーション領域において、エネルギーの

利用効率を高めることは重要な技術の一つである。エネ

ルギーの利用効率を上げる手段のひとつに排熱を再利用

することが挙げられる。自動車排熱（エンジン排熱な
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ど）やコジェネレーションシステムのような比較的少量

の熱量を効率良く利用するためには、更に高効率、かつ

「熱いところに置くだけで自然に発電する」熱電変換デ

バイスが必要である。今後予測されている内燃機関を用

いた自動車の増加による排熱および CO2排出問題に対

応するためにも自動車排熱回収による省燃費技術の開発

は世界的急務である。 

 本提案の「熱電子発電」では、ダイヤモンド半導体の

みが有する負性電子親和力を活用することで高効率に熱

電子を取り出す。この熱電子が発電のドライブフォース

となるため、温度差を利用する素子とは異なり、特段の

冷却機構を必要としない簡便な発電システムが可能とな

る。 

 これまでに手始めとしてダイヤモンド単膜を用い熱電

子発電が可能であることを確認した。その効率は0.1%
以下と低いが、提案者らがシーズ顕在化ステージにおい

て開発した複合膜を用いれば、実効的な仕事関数を大幅

に小さくできる。実効的仕事関数に対し出力は指数関数

的に上昇するので、効率は100倍以上となる。ハイブリ

ット車や小型車の仕様となる出力性能1W/cm2以上を現

実化できると期待してる 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電子発電、負性電子親和力、排熱利用、

仕事関数、ダイヤモンド 

 
［研 究 題 目］半導体ダイヤモンドの開発 

［研究代表者］加藤 宙光（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］加藤 宙光（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 そのグリーンイノベーションの一つとして、幅広い分

野において使用されているパワーエレクトロニクスが期

待されている。現在、パワーデバイス半導体材料は Si
が用いられている。しかし、Si パワーデバイスによる

更なる低消費電力化は物性的に限界と言われており、更

なる省エネ効果の向上のためには、新規材料を用いた革

新的パワーデバイスの開発が必要である。その候補材料

として、SiC、GaN、そしてダイヤモンドが挙げられる。

各半導体材料の物性値と電力素子としての性能を示す

Baliga 指数、そして10年間の省エネ効果として原油換

算効果量に関して、ダイヤモンドの物性はその他の半導

体材料よりも圧倒的に優れており、最も省エネ効果が期

待できる究極のパワーデバイス半導体材料と言える。 

 ダイヤモンドパワーデバイスは将来のエネルギー問題

の解決に資すると期待され、また、ダイヤモンドは半導

体パワーデバイスだけではなく、深紫外線発光／受光デ

バイスや、バイオ／ケミカルセンサー、量子デバイス、

そして放射線検出器等への応用も期待される。 

 しかし、現在、デバイスグレードの半導体ダイヤモン

ドは市販されていない。それは、半導体ダイヤモンドに

関する研究者人口の増加を妨げるネックとなっている。

更に、Si や GaAs, SiC 等の半導体産業の歴史を見ても

明らかなように、半導体ウェハ開発は極めて重要である。

従って、本研究では、イノベーションの核となる半導体

ダイヤモンドの製造技術を開発することを目的とする。

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］半導体、ダイヤモンド、ウェハ、パワー

デバイス、省エネルギー 

 
［研 究 題 目］次世代型無煙薪ストーブのための除煙ユ

ニットの開発 

［研究代表者］鈴木 善三（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］鈴木 善三（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、薪ストーブの購入者・利用者が増加傾向にある

が、起動時や薪追加時の煙が近隣トラブルを引き起こす

ことから、都市部での普及が進まない状況にある。そこ

で本研究では、既存設備の煙突部分に据え付ける「誘導

加熱型触媒燃焼器」（以下除煙ユニットと称する）を開

発してこれらの問題を解決し、薪ストーブによりバイオ

マス利用を促進することを目的とする。 

今年度はまず、共同研究先において薪ストーブ3種類

の各種測定を実施した。その結果、下記のことが明らか

になった。 (1)定格燃焼時の排ガス流量は、約

1500NL/min であり、変動幅は約±400NL/min であっ

た。これから、煙突内では2～3m/s の排ガス流速になっ

ている。(2)乾燥した薪（水分20%以下）を使用した場

合、着火後の排ガス温度は400～500℃となるが、薪投入

時には数分間、100～200℃程度温度が低下する。(3)定

格燃焼時の薪ストーブの典型的な排ガス性状は、O2＝

15%、CO2＝5%で空気過剰の状態で燃焼が進行している。

(4)定格燃焼時の薪ストーブからは、常時5000ppm 程度

の CO が排出されており、工業燃焼装置に比べ非常に高

い値である。 

以上の測定結果を考慮して、触媒燃焼評価装置（除煙

ユニット評価装置）の基本設計条件を次のように定めた。

(1)温度、250～400℃、(2)触媒層ガス流速、2～3m/s、
(3)模擬ガス組成 O2：15%, CO：5000ppm。この設計

基準に従って、模擬排ガスの予熱、誘導加熱方式の触媒

燃焼装置、排ガスの採取部、排ガスの排気部、からなる

評価装置を設計製作した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、薪ストーブ、触媒燃焼 

 
［研 究 題 目］単結晶性 LiMn2O4ナノワイヤーの簡易な

合成法による高性能 Li イオン電池正極

材料開発 

［研究代表者］細野 英司（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］細野 英司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 持続的発展可能な社会の実現、環境･エネルギー問題
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の解決へ向けて、二酸化炭素ガス排出量に大きな影響を

持つ自動車のエネルギー源をガソリンや軽油から電気エ

ネルギーに転換していくことが重要であり、そのために

は高性能二次電池の開発が必須となっている。高出力型

および大容量 Li イオン電池用正極材料として理想的な

ナノ構造である単結晶一次元構造体である単結晶

LiMn2O4ナノワイヤーを大量に合成する手法を確立する

ことを目的として研究を行った。Li イオン電池材料と

して有望な LiMn2O4について、高い結晶性を有するナ

ノ材料の作製を低コストにて行うためには、前駆体とな

るマンガン化合物のナノワイヤーをいかに簡易に作製可

能であるかが重要な点であり、耐圧容器を必要としない

合成法の確立を目指しての研究を行った。 

 100℃未満の温度にて MnOOH ナノワイヤーを合成し、

これを用いて LiMn2O4を作製した。一次元構造体であ

るナノロッドを確認することができたが、微粒子の存在

も確認された。合成された LiMn2O4を用いて Li イオン

電池を作製し、充放電を行い電気化学的評価を行った。

容量の特性評価と共に、出力の特性評価についても行っ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］Li イオン電池、正極材料、単結晶、ナ

ノ構造制御 

 
［研 究 題 目］高活性・抗菌性・化学的安定性を有する

可視光応答型酸化タングステン光触媒の

実用化 

［研究代表者］小西 由也（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］小西 由也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 紫外光がほとんどない室内でも使用することができる

可視光応答型酸化タングステン光触媒は、酸化銅などの

助触媒により環境浄化用途などにおける実用化が期待さ

れている。しかしアルカリ性環境下で溶解するという問

題点があるためにアルカリ性の洗剤などが多用されるキ

ッチンやバスルームの内装建材として用いることは困難

であった。一方、以前に実施された NEDO による「循

環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」ではビスマ

スなどの金属元素を添加することで光触媒活性を保った

まま耐アルカリ性を向上させることに成功している。本

研究では、この知見に基づき抗菌性・セルフクリーニン

グ性能への金属元素添加の影響の解明、それに応じた新

たな添加元素の探索、および添加量・添加方法（添加条

件）の最適化等を行って、室内建材用の抗菌性・セルク

リーニング機能を持つ可視光応答型酸化タングステン光

触媒材料を開発することを目標とした。 

 平成25年度は、ビスマスを添加した酸化タングステン

の抗菌性・抗かび性・セルフクリーニング性（親水性）

について調べた。水溶液中でビスマスを常温吸着した酸

化タングステン薄膜について、JIS に規定される抗菌性

試験（黄色ブドウ球菌）及び抗かび性試験（クロコウジ

カビ・アオカビ）を評価機関で実施しところ、無添加の

場合より活性値の増加が見られた。ビスマスの常温吸着

は抗菌活性・抗かび活性を向上させる作用があることが

分かった。また加熱を伴う含侵法でビスマスを添加した

酸化タングステン薄膜は20～30時間程度の可視光照射で

水接触角が5°程度まで低下すること分かった。ビスマ

スを添加しても超親水化することが確認できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］可視光応答型光触媒、酸化タングステン、

耐アルカリ性、抗菌性、抗かび性 

 
［研 究 題 目］次世代鉄道システムを創る超伝導技術イ

ノベーション 

［研究代表者］淵野 修一郎 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］淵野 修一郎、古瀬 充穂 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 超伝導ケーブルの現状調査を行い、超伝導ケーブルの

課題、特に長距離冷却システム構築のための検討課題を

抽出した。 

 その結果、HTS 超電導ケーブルの利点と課題が以下

の通りとなった。 

 HTS 超電導ケーブルが保有する大電流を低損失でコ

ンパクトに送電できるという特徴から、以下のような利

点が考えられる。 

・低損失送配電による CO2排出の削減（50%以上削減） 

・コンパクト化による地下スペースの有効利用（総合的

経済性の獲得） 

・既存ケーブル更新時の増容量リプレース（既設インフ

ラストラクチャーの利用） 

・低電圧大電流送電による変電所簡素化・省略化 

・非可燃物（液体窒素）適用による防災面メリット 

・シールド構造による漏洩磁場なし（EMI フリー） 

・銅ケーブルに比べ約1/4軽くなることからくる省資源

効果 

 以上のような利点を享受できるような状態になるため

には、まだ現状技術では不十分で、実用化のためには、

大電流化、端末の小型化、断熱管の高性能化、短絡電流

の影響等の課題解決が求められており、特に冷却システ

ムに関しては、高効率化、低コスト化・高性能化、小型

化、運転特性が課題として挙げられている。 

 また、近年欧米で主流となってきている対向流冷却方

式に関しては、電気絶縁層の熱伝導率が重要なパラメー

タとなっており、正確な熱伝導率の測定が必要であると

ともに、温度上昇を抑えるためには、電気絶縁層の厚み

の増加、熱負荷の抑制が重要となる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超電導送電ケーブル、対向流冷却、電気
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絶縁材料 

 
［研 究 題 目］金属－空気電池における正極および電解

質の開発 

［研究代表者］周 豪慎（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］周 豪慎、松田 弘文、劉 銀珠、 

北浦 弘和、岡垣 淳、朝倉 大輔、 

Liao Kaiming、Zhang Chaofeng 
（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 導電性がある金属と金属酸化物を空気極の酸化還元

ORR と OER 反応を調べていた。更にリチウム酸素電

池を構築して、放・充電特性を調べていた。一部の実験

結果からみると Li2CO3が生成され、充電過電圧が高く

（>4.2V vs Li/Li+）なると、サイクル特性が不安定にな

ることを示唆している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］触媒、空気極、リチウム空気電池 

 
［研 究 題 目］光触媒の光物理的性質、二酸化炭素還

元光触媒反応の初期課程の解明 

［研究代表者］小池 和英（環境管理技術研究部門・未

規制物質研究グループ） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、太陽光をエネルギー源、水を還元剤とし

た CO2の資源化技術の中核となる光触媒の開発を目指

す。具体的には、（1）Z スキーム型金属錯体‐半導体複

合系光触媒、（2）メタノール生成可能な CO2多電子還

元光触媒、（3）稀少性の少ない金属を中核とする CO2

光還元触媒を開発する。 

 本年度は、項目(1)の光触媒システムの還元側の構成

要素である多核金属錯体について、光励起直後の還元消

光過程による1電子還元体の生成過程について、溶媒の

与える影響を高速分光測定により明らかにする目的で、

研究を行った。 

 これまで研究では、電子供与体には、NAD のモデル

分 子 で あ る 1-Benzyl-1,4-dihydronicotinamide  
（ BNAH ） ま た は 1,3-Dimethyl–2-phenyl–2,3-
dihydro-1H-benzo[d]imidazole（BIH）、溶媒にはジ

メチルホルムアミドを用いて高効率を得ている。しかし

ながら水を電子源として利用する系を構築するには、溶

媒としても水を利用できることが必要となる。これまで

水中の還元消光は効率が低く、その要因は明らかになっ

ていなかった。高速分光法を利用して、この過程で生成

する中間状態（3MLCT 励起状態、1電子還元状態）の

濃度変化を観測することにより、水中での1電子還元体

生成効率が低い原因が、(1) 消光剤による消光効率自体

が低い、(2) 電子移動直後に生成する双性イオン対から

個々に溶媒和されたイオンラジカルを生成する収率が低

い（溶媒ケージ内での再結合しやすい）の2点であるこ

とを証明し、高効率の触媒開発には、より高性能の消光

剤分子の探索と双性イオン対の解離を促進する分子設計

が重要であることが明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］人工光合成、CO2、金属錯体、触媒 

 
［研 究 題 目］赤外熱画像装置オンサイト校正器の開発 

［研究代表者］清水 祐公子（計測標準研究部門） 

［研究担当者］清水 祐公子、石井 順太郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 熱画像センサの高性能・低価格化を背景に熱画像装置

の利用が拡大している。その結果、ものづくり現場の非

接触温度モニターとして、従来の単素子型の赤外放射温

度計に代えて、熱画像装置を定量的な温度分布モニター

とする計測ニーズが拡大し、その熱画像データの信頼性

確保が強く要求されている。 

 本研究では、測定現場において信頼性の高い定量的な

熱画像データの取得のためのオンサイト校正器に必要な、

高放射率小型黒体空洞技術を確立することを目標とした。

その黒体空洞は、小型でありながら放射率が限りなく1

に近く、可視から遠赤外領域において波長依存性を持た

ないことが必須であり、この課題を、カーボンナノチュ

ーブを空洞壁面の一部に適用することで解決した。用い

たカーボンナノチューブは紫外から遠赤外の広い波長範

囲で放射率が0.98程度の高放射率を保持している。これ

を気体循環式黒体炉の底面に設置したところ、空洞長を

従来技術の半分以下としても、実効放射率は熱画像装置

の波長帯10 µm 付近で0.997となり、目標値以上の放射

率を有する小型空洞技術が確立された。波長依存性によ

る不確かさは従来技術の10分の1である0.1℃にまで大幅

に改善することができた。また、市販黒体炉に同様の技

術を適用したところ、同じく放射率の著しい改善がみら

れた。市販の空洞でも、本技術を活用すれば、校正用機

器として使用可能であることも示した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱画像装置、熱、センサー、カーボンナ

ノチューブ、黒体空洞、リモートセンシ

ング 

 
［研 究 題 目］サイドチャネル攻撃への安全性評価手法

の確立および PUF デバイスの実装・評

価とセキュリティシステムへの応用 

［研究代表者］堀 洋平（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］堀 洋平、片下 敏宏、坂根 広史、 

飯島 賢吾、佐々木 明彦 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、サイドチャネル攻撃の安全性評価環

境の構築や攻撃手法の研究、および半導体の物理特性を
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利用した偽造防止技術 PUF（Physically Unclonable 
Function）の研究開発を行った。 

サイドチャネル攻撃は、IC カード等に搭載されてい

る暗号回路の消費電力や漏えい電磁波を解析して内部デ

ータを盗み出す攻撃であり、産業界における大きな脅威

の1つとなっている。サイドチャネル攻撃に対する安全

性評価ガイドライン策定が急がれているが、各研究機関

が独自の環境で実験を進めていたため、実験結果の追試

や検証が難しく標準化の妨げとなっていた。そこで我々

は、セキュリティ LSI の耐タンパ性能を評価する指針

を提示するとともに、上記の様々な物理解析攻撃実験用

の LSI ボードを開発し、評価試験環境を構築してきた。

本年度は、IC カード上の暗号モジュールの耐タンパ性

評価環境である IC カード型 FPGA ボード MiMICC 
（Mineature Measurement Integrated Circuit Card）
を開発した。MiMICC は国内の企業に技術移転され事

業化に至り、国内外の研究者が利用可能となっている。

これにより、国内外の研究機関でのサイドチャネル研究

の促進に貢献した。 

PUF は、LSI の製造過程において偶然に生じるデバ

イスの物理的なばらつきを固有の ID や認証データとし

て利用するものである。LSI チップのばらつきを複製す

ることはできないため、PUF は複製が極めて困難な ID
を生成することができる。PUF は半導体製品の偽造防止

のみならず、RFID 化して製品に添付することで、医薬

品やブランド品等の様々な模倣品を検出・防止すること

ができる。本年度は、従来の Fuzzy Extractor よりも小

型・高速な暗号鍵生成を可能にする方式を開発した。ま

た、この方式と上記 MiMICC に実装された PUF を組

み合わせて、模倣品を検出・防止する認証システムのプ

ロトタイプを開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サイドチャネル攻撃、標準評価プラット

フォーム、PUF、偽造防止 

 
［研 究 題 目］電力・電磁波解析攻撃向け評価プラット

フォームの開発 

［研究代表者］川村 信一 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］川村 信一、片下 敏宏、堀 洋平 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 様々な情報機器に用いられている暗号のソフトウェア

やハードウェアに対し、その動作中に発生する電磁波や、

消費電力波形に漏洩している情報を解析することで、内

部データを盗み出す「サイドチャネル攻撃」の脅威が現

実のものとなっている。これに対し、漏洩する情報を評

価し、サイドチャネル攻撃への安全性を検証するプラッ

トフォームの開発が本研究の目的である。 

 本研究の主な成果は、(1)スマートカードと暗号回路

に対応した評価ボードの開発、(2)FPGA の電磁界解析

向けのボードの開発、(3)電源およびインタフェースの

雑音特性の改善、(4)拡張性の高い波形取得ソフトウェ

アの開発、(5)これらの成果を統合したサイドチャネル

攻撃評価環境の開発、である。 

本研究は、科学技術振興機構の研究費に基づき、研究

代表者 本間尚文准教授（東北大学）の下で実施し、平

成25年度末に終了した。平成26年2月には、日仏のプロ

ジェクト関係者が一堂に会し、最終報告会を実施した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］暗号モジュール、サイドチャネル攻撃、

標準評価プラットフォーム、測定ソフト

ウェア、電力測定、電磁波測定 

 
［研 究 題 目］テスト技法 FOT の支援ツール開発、技

法の拡充、及び実証実験による実用化研

究 

［研究代表者］北村 崇師 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］シリル アルト、北村 崇師、大岩 寛 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 FOT 技法とは、モデルベースの組合みわせテスト技

術デある。拡張論理木を基にしたテスト設計言語を用い

てテスト対象システムのテストモデルを記述し、そのテ

ストモデルよりテストケースを機械的に生成することが

できる。テストモデルの記述に拡張論理木を基にしたテ

スト設計言語を用いることで、開発者のテストモデルの

作成を支援することができる点が FOT の特徴である。 

 平成25年度では、まず FOT 技法の拡張論理木を基に

したテスト設計言語の拡張を行った。既存のテスト設計

言語は、基本的な論理木（And-Or 木）の上に mutex
と requires の二種類の制約から構成されていた。この

言語を Tmr と呼ぶ。一方で、mutex と requires は命

題論理式の部分集合である。命題論理式は一定の表現力

を持つ論理言語である。また、既存のテスト設計言語で

ある PICT や ACTS は、（FOT のように木構造による

階層化はできないが、）制約に命題論理式を用いること

ができる。こうした理由から、私たちは FOT の既存の

テスト設計言語 Tmr をその制約に任意の命題論理式を

記述可能なように拡張した言語 Tprop を提案した。そ

して、Tprop が Tmr より表現力が高いことを証明し、

さらに、Tprop に対する機械的なテストケース生成法

（テストケース生成アルゴリズム）を開発した。 

 また、キャッツ株式会社と共同で FOT 技法の GUI
（Graphical User Interface）開発を開始した。産総研

が開発する FOT ツールは、CLI（Command Line 
Interface）である。つまり、ターミナルやコマンドプ

ロンプトなどに、キーボードで文字列や数字を入力する

ことで命令を直接打ち込んで操作する方式である。平成



研 究 

(596) 

25年度では、FOT ツールと GUI の最も基本部分の連結

部分の設計を行った。これにより GUI を用いてテスト

設計を行い、テストケースの生成を内部で動作する

FOT ツールで行う、といった GUI の基本部分の設計が

完成した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ソフトウェア検証、ソフトウェアテスト 

 
［研 究 題 目］新材料の探索と太陽電池技術の開発 

［研究代表者］仁木 栄 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］仁木 栄、柴田 肇、反保 衆志 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、地球上に豊富に存在する元素（銅、鉄、

等）を用いたカルコゲナイド新材料に注目し、その太陽

電池作製技術とデバイス高性能化技術を開発する。希少

金属の使用量削減と、安価な製膜・デバイス化手法の開

発によって製造コストの大幅な低減を図り、コスト競争

力が高く資源戦略性に優れた“ロバスト“な薄膜太陽電

池技術を確立する。具体的には、黄銅鉱（CuFeS2）お

よび黄鉄鉱（FeS2）に注目し、天然鉱物として古来よ

り知られたこれらの半導体が、薄膜太陽電池の光吸収層

用材料として高い潜在能力を持つことを実証することを

最終目標とする。 

 2013年度には、2012年度に構築した鉄系カルコゲナイ

ド材料製膜装置を駆使して、多元同時蒸着法によって

CuFeS2の薄膜の作製を試み、その基礎物性を測定評価

した。その結果として、多元同時蒸着法によって

CuFeS2の単相薄膜（多結晶）をガラス基板上に作製す

ることに成功した。その結果として、得られた薄膜の電

気的特性は、薄膜の Cu/Fe 組成比の値に大きく依存す

ることが明らかとなった。すなわち、Cu/Fe＞1におい

て薄膜は n 型の電気伝導性を示し、また Cu/Fe＜1にお

いて薄膜は p 型の電気伝導性を示す。この傾向は、

CuFeS2の類縁物質である CuInSe2における傾向とは正

反対であるが、別の類縁物質である CuFeSe2において

は過去に同様の報告があり、鉄系カルコゲナイドの特徴

であると考えられる。また、いずれの組成比においても、

薄膜のキャリア濃度は非常に高く、ほぼ金属化した縮退

半導体であることが明らかとなった。この結果は、天然

鉱物を用いて行われた過去の研究とは異なるが、人工結

晶を用いて行われた過去の研究とは整合する結果である。 

 次に、得られた CuFeS2薄膜の光吸収係数スペクトル

を測定した結果、この物質は Eg＝0.6 eV 程度の半導体

であり。hν＝0.8 eV 付近における光吸収係数が2×104 

cm-1程度の高い値を持つことが明らかとなった。これら

の結果は過去に行われた同様の研究の結果と整合してお

り、CuFeS2が薄膜太陽電池の光吸収層用材料として高

い潜在能力を持つことを暗示している。但し、本研究で

得られた光吸収係数スペクトルには、幅の広い光吸収帯

が低エネルギー領域にバックグランドとして存在し、そ

の起源は上述の高濃度キャリアの存在であると考えられ

る。この高濃度キャリアの起源は、太陽電池用材料とし

ての適性にも深刻な影響を与えるため、今後の詳細な検

討を要する。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、化合物半導体 

 
［研 究 題 目］高齢者の記憶と認知機能低下に対する

生活支援ロボットシステムの開発 

［研究代表者］児島 宏明（知能システム研究部門） 

［研究担当者］児島 宏明、佐土原 健（知能システム

研究部門）、永井 聖剛（ヒューマンラ

イフテクノロジー研究部門） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 記憶や認知機能の低下した高齢者の自立・自律した生

活を維持・促進するために、生活に必要不可欠な情報把

握を支援し日常生活行動を見守るロボットシステムの開

発を目指し、国立障害者リハビリテーションセンターを

代表とする6機関で共同研究を行っている。そのうち産

総研は主として、高齢者の発話に対する音声認識精度の

向上のための研究を担当する。全体で3ステージから成

る最長10年間のプロジェクトの中で、本年度は第2ステ

ージの初年度であり、第1ステージで開発した手法のロ

ボットシステムへの実装と、実際の生活環境で頑健に動

作するための手法の改良を進めた。 

 具体的には、ロボットとの対話による情報支援におい

て、高齢者の意図を高精度に抽出するための音声認識技

術に関して、利用コストの大きい話者適応を用いなくて

も必要な精度を達成可能な技術の開発を目指した。その

結果、音響モデルの改良により、音素正解精度が37.9%
から49.0%に、意図抽出精度が75.9%から77.1%に向上

し、改良前の話者適応モデルに迫る精度を達成した。ま

た、開発した認識手法のロボット上への実装を進め、音

声認識エンジンと意図抽出エンジンを Web サービスと

して実装したプロトタイプシステムを作成した。さらに、

日常生活を見守るために、無線焦電センサなどのデバイ

スを利用した行動認識技術の開発を開始し、延べ2か月

分のデータを取得し分析を行っているところである。ま

た、高齢者の認知特性把握のために、認知科学的観点か

ら検査方法の選定を行うとともに、日常発話情報から認

知機能低下を検出する可能性について、予備的検討を開

始した。今後は、開発した手法の実システムへの実装を

さらに進め、生活現場での実験に反映させていく計画で

ある。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音声対話、ロボット、高齢者、認知症 
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［研 究 題 目］二国間交流事業共同研究 

［研究代表者］大崎 人士 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］大崎 人士、大岩 寛、西原 秀明、 

山形 賴之、田口 研治、北村 崇師、

Cyrille Artho、崔 銀惠、吉田 勝彦 

（関西産学官連携センター） 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 組込みシステムの検証技術とその応用をテーマとして、

ベ ト ナ ム 科 学 技 術 ア カ デ ミ ー 通 信 技 術 研 究 所

（VAST/IoIT）と共同研究を実施している（研究期間：

平成23年8月～平成 26年7月）。 

 26年1月に5名がハノイを訪問し、IoIT でワークショ

ップを開催した。ワークショップでは、IoIT で進めら

れている形式検証技術に関する5件の講演、セキュアシ

ステム研究部門で進められているソフトウェア高信頼化

に関する3件の講演が行われた。また現地の IT 企業な

どから日越の連携や技術開発の方向性に関する話題提供

が3件あり、日越の両国間、産学官の各組織間で更に連

携を深めていくことの重要性が議論された。 

 ワークショップ開催と併せて、ハノイの研究機関（二

大学）、現地 IT 企業（三社）を訪問した。互いの活動

紹介に続いて、現地情報や関心について意見交換を行っ

た。 

 23年度からの通算で本事業による訪問先はハノイの 

12大学、10企業となり、また IoIT の研究者4名の産総研

訪問を受け入れた。往訪の回数を重ねることで相互理解

が進み、一層強固な連携の基盤が形成されつつあると考

えられる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］組込みシステム、システム検証 

 
［研 究 題 目］微小ジョセフソン接合の開発と超伝導集

積回路の高度化 

［研究代表者］日高 睦夫  

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、永沢 秀一、佐藤哲朗、 

北川 佳廣、原島 栄喜 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 急速に進展が続いている情報化の恩恵を低エネルギー

社会の構築に向けることで、低炭素社会の構築が見込ま

れる。そこで、本研究開発では、情報機器の中でエネル

ギー消費がもっとも大きいデータセンタに焦点を当て、

そこに使われる情報機器の低エネルギー化を新しい超伝

導エレクトロニクス技術を導入することで達成する。具

体的には、主構成要素であるマイクロプロセッサ、メモ

リ、光入力回路（光－電気変換器、O/E 変換器）のそ

れぞれを、これまでの超伝導もしくは低温エレクトロニ

クス技術より、1桁から2桁低エネルギー化、もしくは高

性能化する。マイクロプロセッサに関しては、低電圧動

作単一磁束量子回路（低電圧 RSFQ 回路）を導入する。

また、メモリは電源部の不要なエネルギー消費を抑制し

た LR バイアスシフトレジスタキャッシュメモリ、LR
バイアス Vortex Transition Cell（VTC）主メモリを開

発する。同時に記憶保持に磁束量子を用いない磁性-単

一磁束量子（SFQ）融合メモリを研究し、大幅なエネ

ルギー低減化を探る。O/E 変換器には、超伝導ナノワ

イア単一光子検出器の技術を応用し低エネルギー化を図

る。超伝導集積回路プロセスの高度化（微細化、高電流

密度化）も合わせて進め、最終的には高速性と低エネル

ギー性を兼ね備えた光・磁気・超伝導融合計算システム

の実証を目指す。本年度は、現在の最先端のプロセス

（Nb9層、臨界電流密度10kA/cm2、最小接合寸法1m
角）よりも高臨界電流密度化、微細化を図り、より高速

な小規模回路の実証を行った。RSFQ 回路を作製する

全てのニオブ9層プロセスにおいて4種類の微小円形ジョ

セフソン接合を作製し、それらの臨界電流値、臨界電流

値均一性、接合面積を継続的に測定した。その結果、現

在 RSFQ 回路試作に使用されている最小 JJ の1/4の大

きさである面積0.25m2の JJ においても長期間にわた

り安定に特性を制御して作製できることが示された。ま

た、臨界電流密度を20kA/cm2に設定し、1.0m2より小

さな接合を用いて名古屋大学が設計した SFQ 回路を作

製した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超伝導システム、単一磁束量子素子、低

消費電力、超高速情報処理、微小ジョセ

フソン接合 

 
［研 究 題 目］ナノ Si 熱電材料の実現のための材料設

計指針の探索 

［研究代表者］多田 哲也 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］多田 哲也、内田 紀行、森田 行則、

前田 辰郎、Vradimir POBORCHII、 

PARK Sungjin（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、一次エネルギーの約七割が廃熱として捨てられ

ている中、ゼーベック効果を利用した熱電発電技術が注

目を集めている。熱と電気の直接エネルギー変換を実現

する熱電材料の高性能化のためには、電気伝導率は高い

が熱伝導率は低いという、相反する状況を材料中に創り

出す必要がある。この状況を創出する手法の一つが、材

料のナノ組織化である。加えて、既存熱電材料は、ビス

マスやテルル等から構成されていることから、熱電発電

技術の民生分野での実用化のためには、有害元素を含ま

ない材料を開発していかなければならない。 

 本研究では、代表的な環境調和型元素であるシリコン
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（Si）に着目し、多様なナノ組織構築技術と高度な Si
ナノデバイス技術を元に、ナノスケールで構造を制御し

た Si を創製し、熱電特性の高機能化を図る。 
 これまでに、Si ナノ結晶と Ni シリサイドナノ結晶か

らなる Si-Ni シリサイドナノコンポジット材料に P も

しくは B をドープすることで、~1020cm-3のキャリア密

度の n 型と p 型半導体が作製でき、室温での性能指数

ZT が、それぞれ0.06、0.13になることを実証した。本

年度は、さらなる熱電性能の向上を狙い、Si ナノ結晶

に Ge を添加した。Ge を1-20%添加することにより、

不純物によるフォノン散乱を増大させ、Si-Ni ナノコン

ポジットにおいて5-6 W/mK であった熱伝導率が、1-

2.5 W/mK へ大幅に低減した。Ge 添加による熱伝導率

の低減より、n 型の Si-Ni の室温での ZT が約30%向上

し、0.08になった。 

 また、p 型の Ni-Si と n 型の Ni-SiGe（20%）を用い

て、ガラス基板上に6つの pn ペアからなる薄膜熱電素

子を試作した。熱電素子に約30℃の温度差を与えた時、

22mV の起電力が発生し、その時の素子の内部抵抗が

81kΩであり、最大出力を算出すると、1.6nW であった。

Si-Ni 膜の抵抗率から計算すると、内部抵抗の主成分は

pn 接合部分と予想でき、出力の向上を図るためには、

界面処理が鍵となることが判明した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］熱電材料、ナノ構造、シリサイドナノ結

晶コンポジット 

 
［研 究 題 目］高機能部品内蔵インターポーザの実現に

向けた超高密度部品実装技術の開発 

［研究代表者］菊地 克弥 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］菊地 克弥、青柳 昌宏、渡辺 直也、

馮 ウェイ、橋野 健 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電子機器に広く用いられている回路基板については、

受動部品、能動デバイスを高密度に集積して、超小型モ

ジュールとすることにより、部品、デバイス間の配線を

短くして、省エネルギー化、高集積化、高機能化を達成

することができるため、部品内蔵基板技術に期待が集ま

っている。 

 本研究では、部品内蔵基板内において、部品間

0.1mm で超高密度部品実装する技術、および、部品内

蔵インターポーザにおける電源ノイズ低減効果を評価す

る技術について、(株)アリーナと共同して開発を行う。

従来のはんだリフローによる部品実装技術では間隔

0.1mm 以下の狭間隔で部品実装すると、リフロー後の

溶融したはんだフィレットの形状制御が難しく、部品間

での短絡不良が発生する課題、および、部品内蔵基板内

ではんだ実装された部品について、部品内蔵基板上の表

面に部品をはんだリフロー実装する際にはんだ接合部が

再溶融して、短絡不良が発生する課題があり、新たな実

装プロセス開発に取り組む。また、部品内蔵インターポ

ーザの電源ノイズ低減効果の評価技術としては、電源配

線の高周波インピーダンスを広帯域で測定して、間接的

に電源ノイズの抑制効果を評価していたのに対して、よ

り正確な評価を行うため、電源ノイズを発生できる模擬

デバイスをインターポーザに実装して、電源ノイズの影

響を測定する技術を開発する。 

 平成25年度は、10～20mm 角の回路基板内に0.1mm
以下の狭間隔で100～500個の0402型微小チップ部品を実

装する製造条件の構築を目指して、評価用部品内蔵基板

の設計・試作により製造条件、設計ガイドラインへのフ

ィードバックを進める。また、低電源インピーダンス特

性（従来の部品内蔵インターポーザに比較して1/100以

下）を達成できる高密度部品内蔵インターポーザプロト

タイプ製造条件の構築を目指して、デカップリングキャ

パシタ部品内蔵インターポーザを設計・試作する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高密度実装、インターポーザ、部品内蔵 

 
［研 究 題 目］グラファイト複合構造体の基礎物性解明 

［研究代表者］大谷 実（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大谷 実、Nguyen Thanh Cuong 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 量子力学に立脚した計算機科学の手法を用いて、次世

代半導体材料における新探究材料として注目を集めてい

る、グラフェンを中心とするナノスケール炭素物質の基

ぞぶっせいかいめいを行い、そこで得られた知見を基に

現状におけるグラフェン、ナノスケール炭素材料のデバ

イス応用における問題点の指摘と、デバイス設計指針の

提示を行う。同時に、次元性、形状、階層構造制御によ

る新たな機能性ナノ炭素構造体の理論物質設計を行い、

次世代半導体材料において、新に目指すべき炭素ナノ材

料設計、応用の指針を示す。 

 本年度はグラファイトと同様の層状構造を持つ MoS2

の電子状態計算を行った。MoS2に電圧を印加すること

により、従来は空の軌道であった状態（原子に束縛され

ない自由電子的な状態）に電荷が注入される可能性があ

ることが明らかになった。これにより MoS2の表面に高

濃度の電荷蓄積が起こることが示唆され、低温で起こる

超電導転移へも何らかの影響を及ぼしていることが期待

される。このような電圧印加下の電子状態の変化はグラ

ファイト薄膜においても観察されており、層状構造を持

つ物質に共通する性質であると考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］グラファイト薄膜、グラフェン、密度汎

関数法 
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［研 究 題 目］スライド型ナノアクチュエータの開発に

向けた基盤技術の確立 

［研究代表者］武仲 能子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］武仲 能子、関口 ちか子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、ロボットの小型化が進むにつれ、その動力機関

であるアクチュエータの小型化が求められている。これ

までのアクチュエータの主流である電動モーターでは、

設計の複雑さや放熱の問題などから更なる小型化が困難

になっており、全く異なるメカニズムで駆動する小型ア

クチュエータの開発が期待されている。このような流れ

の中で、最近、低電圧もしくは無電圧で駆動する刺激応

答性ゲルが新たなアクチュエータとして注目されている。

しかしながら、これらのゲルではΔx の変位を取り出す

ために～（Δx)3のエネルギー供給が必要となり、変位

の取出しにかかるエネルギーの無駄が多い。そこで本研

究では～Δx のエネルギー供給でΔx の変位を取り出す

ことのできる、スライド型ナノアクチュエータの基盤技

術を開発する。これは生物の筋肉組織に見られるサルコ

メア構造から着想を得たものであり、サルコメア構造で

は分子間相互作用が全体のスライド運動に重要な役割を

果たしている。そこで本研究でも分子の設計・合成・配

列技術といった分子技術を駆使することで、運動物体と

基板表面との分子間相互作用を制御し、課題を解決する。 

本研究は、①アクチュエータの軸となる運動物体の開発、

②異方的な表面を持つ基板の開発、③基板上での物体の

スライド運動の取出しの3つのテーマからなる。本年度

は特に①について研究を進め、表面修飾用分子の設計・

合成と、軸として用いる高アスペクト比金ナノロッドの

合成・分散を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］金ナノロッド、スライド型アクチュエー

タ、ラチェット機構 

 
［研 究 題 目］特異的溶解性・電荷輸送を示すリチウム

イオン液体の計算化学的解析 

［研究代表者］都築 誠二（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］都築 誠二、森下 徹也 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、次世代の二次電池として期待さ

れているものの、放電生成物の電解質への溶出などの問

題から実現できていなかった硫黄（S）を正極とするリ

チウム系二次電池を開発する。すなわち、リチウムイオ

ン液体を電解質に用いた高エネルギー密度（＞500 

Wh/kg）・低環境負荷・低価格・資源制約のない Li 系

負極 | Ionic Liquid | S 型電池（LILS 電池）の創出

を目指す。この目標を達成するためには放電生成物の解

明、放電生成物の溶解が少なく、リチウムイオンの拡散

の速い電解質の開発が必要となる。放電生成物の詳細や

イオンの拡散と密接に関連するリチウムイオンが溶解し

たイオン液体の液体構造は未解明であるが、実験的な手

法だけで解明することは容易ではない。そこで産業技術

総合研究所では分子軌道法、分子動力学法などの計算化

学手法を用いて放電生成物やイオン液体の構造、イオン

液体中のイオンの運動を解析する。また、イオン液体を

構成するイオンの分子構造とイオン液体のバルク物性の

相関を解明する。本年度はリチウムイオン液体中に生成

するグライムとリチウムイオンからなる溶媒和錯体の安

定性のアニオン依存性の原因を検討した。溶媒和錯体の

安定性は放電生成物の溶解性と関連するが、ab initio 
分子軌道法で解析したリチウムイオンとアニオンの相互

作用エネルギーと溶媒和錯体の安定性に相関があり、リ

チウムイオンとアニオンの相互作用が強いと溶媒和錯体

の安定性が下がることを明らかにした。溶媒和錯体とイ

オン対の生成は競争関係にあり、リチウムイオンとアニ

オンの相互作用が強いと、イオン対の生成が有利になり、

溶媒和錯体の安定性が下がると考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］イオン液体、リチウム電池電解質、分子

間相互作用 

 
［研 究 題 目］太陽電池用有機半導体の一気通貫合成を

目指した高温高圧マイクロリアクターの

開発 

［研究代表者］竹林 良浩（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］竹林 良浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 有機太陽電池の高効率化に向けて、新規の有機半導体

を高純度で迅速かつ連続的に合成できる反応プロセスが

求められている。我々がこれまでに開発してきた高温高

圧マイクロ反応システムは、こうした用途に有効である

が、難溶性の中間体を経由する多段反応では、送液上の

問題から高濃度での処理が難しかった。この問題を解決

するため、難溶性中間体を析出させずに、高温で溶解さ

せたまま、複数の反応ステップを一気通貫で進めること

が可能なマイクロ反応システムを開発することを目的と

した。 

 昨年度は、多環芳香族色素であるキナクリドンの合成

を対象として、そこに含まれる2つの反応（高温環化と

酸化）を、難溶性のジヒドロ中間体を析出させることな

く単一流路内で連続化できることを示した。本年度は、

その際の各反応の条件（反応温度・時間）の最適化をお

こなった。その結果、環化反応については300℃で4分間、

酸化反応については120℃で4分間反応させる必要があり、

それ以下の反応温度では、収率が低下することが分かっ

た。また後段の反応において、酸化剤とともにアルカリ

水溶液を加えると、生成したキナクリドンを可溶化して

回収することができ、それを中和するとキナクリドンを
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析出させ回収できた。こうした晶析操作を流通系に組み

込むことにより、pH 変化と温度変化で急速に溶解度を

低下させることができれば、生成した有機色素を微粒子

として析出させ、その分散液が製造できると期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］有機色素、多段反応、難溶性中間体、連

続合成 

 
［研 究 題 目］光応答性カーボンナノチューブ分散液を

用いた塗布型透明電極作製及び微細加工

技術の開発 

［研究代表者］松澤 洋子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］松澤 洋子、吉田 勝（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、研究代表者らが見出した光反応によ

って単層カーボンナノチューブの水中における分散性を

制御することが可能な分散剤を用いて作製した単層カー

ボンナノチューブ孤立分散水溶液を機能性インクとして

使い、ウエットプロセスで作製可能な透明導電膜作製技

術ならびにマスク露光による微細加工技術の確立を目指

している。現行の透明導電膜の主要材料である ITO は、

資源の国際的偏在や製造工程、基板選択に課題があり、

ITO に替わる材料の探索が求められている。本研究課

題において、簡便で高精細な透明導電膜作製技術を確立

し、技術移転の可能性を探索することを目標とする。と

くに、情報端末の高機能化や小型軽量化が求められるモ

バイル機器に用いられる透明導電フィルムの高精細化に

おいて、市場要求にマッチした新技術の提供を探索する

ことを目標とする。本年度は、分散剤の吸脱着について、

熱分析を用いた定量的な評価を行った。そして、当該分

散剤は光反応によって SWCNT 表面からほぼ完全に外

れることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、分散、光反応、

薄膜、パターニング 

 
［研 究 題 目］ホウ素中性子捕捉療法におけるサブミク

ロンホウ素薬剤粒子の中性子照射による

細胞殺傷効果の検証 

［研究代表者］石川 善恵（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石川 善恵、大矢根 綾子、中村 真紀、

荒木 裕子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 液中レーザー溶融法で得られるサブミクロン B4C 球

状粒子のホウ素中性子捕捉療法（BNCT）薬剤への応用

を進めてきた。これまでの予備的研究では、約200nm
を中心とした、サイズ分布に幅のあるサブミクロン B4C
粒子で細胞導入が可能であることを確認しているが、明

確な細胞導入可能なサイズ領域は不明であった。そこで

本試験では腫瘍細胞に多く発現するトランスフェリン受

容体を介した細胞取り込みを期待し、粒子表面にトラン

スフェリン修飾を施した100nm と300～400nm の2種類

のサイズの B4C 粒子を HeLa 細胞を播種したウェル内

に添加し、取り込み特性の比較を行った。 

 粒子添加から2時間経過後に細胞を洗浄し、ウェル内

の粒子残像量を評価したところ、100nm より300～400 

nm の粒子の方が多く残存していた。これらの結果よ

り、100nm より300～400nm の粒子の方が HeLa 細胞

に対して細胞取り込み特性または表面親和性が高く、

BNCT 効果も優位である可能性が示唆された。今後は

これらの結果の再現性を確認すると共に、洗浄後に残存

した B4C 粒子が細胞の内部に取り込まれているか、ま

たは細胞表面に吸着されているだけなのかを明らかにす

ることが必要と考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］サブミクロン粒子、炭化ホウ素、球状粒

子、ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）、

液中レーザー溶融法 

 
［研 究 題 目］高密着性エッチングレス無電解めっきプ

ロセスの高度化に関する研究 

［研究代表者］堀内 伸（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］堀内 伸、中尾 幸道、島田 悟（電子

光技術研究部門） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電子部品の随所に使用されている難めっき樹脂素材で

あるポリイミド、フッ素系樹脂、ポリオレフィン、エポ

キシ樹脂等に対し、化学エッチング等の表面処理を行わ

ずに高密着性を実現する金属コロイド触媒によるエッチ

ングレス無電解めっき技術の高度化を目的とする。従来

方法では、密着性向上のためにめっき後の加熱工程が必

要であるが、基材の変形など問題が引き起こされるため、

後加熱工程に代わる密着性向上手法を開発する。基材に

吸着したコロイド表面の改質による樹脂／金属界面の強

化、および短パルス光やマイクロ波による樹脂／金属界

面の選択的加熱方法を検討する。本技術が確立されれば、

低コスト、低環境負荷めっきプロセスが開発され、電子

部品等の高性能化がもたらされる。 

 平成25年度では、後加熱行程を行わずに、同等の密着

強度を得ることが可能な手法を探索することを目標とし、

短パルス光およびマイクロ波をめっき膜に照射し、密着

性を向上させる条件を見出すことを目標とした。 

 キセノンランプからの白色パルス光をめっき膜に照射

することにより、瞬間的にサンプルの加熱処理が可能で

あり、樹脂基材に熱ダメージを与えることなく、金属薄

膜が加熱され、密着性を向上させることが可能になった。

さらに、最適なマスクとの組み合わせにより、選択的に

密着強度を向上させ、金属パターンを樹脂基板上に転写

することも可能となった。 
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［分 野 名］ナノテクノロジー・製造・材料   

［キーワード］無電解めっき、コロイド、触媒、光焼成 

 
［研 究 題 目］高機能神経内視鏡用リトラクターの開発 

［研究代表者］堀内 伸（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］堀内 伸、中尾幸道、島田 悟（電子光

技術研究部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 リトラクターは内視鏡手術時に対象物の位置をずらし、

視野を妨げるものを圧排・牽引して、安全に手術を行う

ための医療器具である。内視鏡下脳内血腫除去術は患者

への負担が少なく、治療効果の高い神経外科手術である

が、技術と経験が必要であり、普及が進んでいない。本

研究課題では、安全かつ容易な内視鏡下血腫除去手術の

発展に資する高機能神経外科手術用低侵襲リトラクター

の開発を行う。術者とリトラクターの位置関係、内視鏡

及び手術操作器具の位置関係を容易に把握し、手術中の

脳損傷を起こさない医療器具を開発するため、フッ素系

樹脂製透明円筒体を設計し、円筒内壁に貴金属膜マーカ

ーを無電解めっきによる低コストプロセスにより加工す

る。フッ素系樹脂からなる円筒形リトラクターへ無電解

めっきにより生体安全性の高い金、もしくは白金膜を作

製し、テープ剥離により剥離が起こらない高い密着性を

保持すること、および、内視鏡手術において、位置を正

確に確認するための目盛りをめっき膜により円筒上に作

製するための効率的なパターニング方法を開発すること

を目標とした。 

 フッ素系樹脂により製造された既存の円筒リトラクタ

ーへの無電解金めっきを検討し、触媒となる貴金属コロ

イドを最適化することにより均一な金めっきが可能とな

った。密着性は200℃で5分間加熱することによりテープ

剥離で剥離しない密着性が得られた。めっき膜のパター

ニングに関しては、フィルム上基板について検討し、パ

ルス光照射によるパターニングが可能であることを確認

した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・製造・材料 

［キーワード］無電解めっき、内視鏡手術、フッ素系樹

脂、パターニング 

 
［研 究 題 目］金属／機能性酸化物複合デバイスの開発 

［研究代表者］湯浅 新治 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］野崎 隆行、松本 利映、甲野藤 真、 

薬師寺 啓、久保田 均、福島 章雄 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、産学官の連携により高品質の酸

化物薄膜を低い基板温度で大面積基板上に高効率に作製

できる革新的成膜プロセスを開発し、それを用いて酸化

物層と強磁性金属層を複合化した新機能デバイスの創生

を目指している。具体的には、（1）スパッタ成膜プロセ

スの開発、（2）電圧印加磁化反転技術の開発、（3）不揮

発性スイッチング素子の開発、の3項目について研究開

発を行う。産総研グループは主として不揮発性スイッチ

ング素子の開発に取り組んでいる。平成25年度は、非常

に薄い Fe 酸化物層（マグヘマイト）を酸化マグネシウ

ムと金属鉄薄膜界面に挿入することで、数原子層と極薄

領域でも高品質で平坦な鉄薄膜が作製可能であることを

見出した。この成果により、強磁性酸化物薄膜はトンネ

ル磁気抵抗素子の磁気抵抗効果向上だけでなく、構造設

計の自由度を広げる点でも高いポテンシャルを有するこ

とが示された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］金属酸化物、スイッチング素子 

 
［研 究 題 目］単原子層デザインによる希少金属フリー

超高磁気異方性薄膜の開発 

［研究代表者］薬師寺 啓 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］薬師寺 啓（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 既存の実用垂直磁化薄膜は、通常、Pt, Pd, Tb, Ru, 
Gd といった希少金属を含むが、本研究では、これら高

性能垂直磁化薄膜を、レアアースフリー・貴金属フリー

で実現することを目指す。なおかつ、同時に、現行の実

用薄膜（6-8Merg/cc 程度）の10倍以上、既存の最高値

と比べても2倍以上の、垂直磁気異方性エネルギー密度

（Ku）～100M（＝1×108）erg/cc を目指す。これは薄

膜としては未踏の大きさである。現行の10倍以上の Ku
となれば、同じ磁化保持のために要する体積は10分の1

となり、その省スペースと省エネルギーによるグリーン

イノベーションが大きく推進される。 

 今年度は、Co 系の垂直磁化薄膜形成を試みた。特に、

下地層と Co 系垂直磁化薄膜の一体化した開発を進め、

多層構造としての材料探索を行った。その中で、特定の

材料組合せにおいては、これまで界面異方性として知ら

れている Fe/MgO の異方性エネルギーを凌駕する値を

得ることに成功した。現在、メカニズムを調査中である

が、これにより Pt や Pd を用いずに、Ku が10M erg/cc
以上となることを確認した。このとき使用した装置は量

産向けの大型スパッタ装置であり、量産応用に即転用可

能な技術開発を行うことができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントロニクス、磁性材料、材料戦略、

レアアースフリー、垂直磁気異方性 

 

［研 究 題 目］3次元磁気記録新ストレージアーキテク

チャのための技術開発 

［研究代表者］久保田 均 

（ナノスピントロニクス研究センター） 
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［研究担当者］福島 章雄、薬師寺 啓、甲野藤 真、

谷口 知大、今村 裕志 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、共鳴アシスト磁化反転書き込みと共鳴読

み出しを組み合わせた超高密度ストレージの開発に取り

組んでいる。共鳴アシスト書き込みでは、局所的なパル

ス磁界に加えてスピントルク発振器から発生するマイク

ロ波磁界を用いる。共鳴読み出しは、スピントルク発振

器の発振状態の変化により媒体の磁気情報を読み出す。

共鳴周波数の異なる磁性層を多層化することで記録密度

の向上を目指す。25年度は、スピントルク発振器の発振

特性の向上，強磁性共鳴高感度検出技術の開発を行った． 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントルク発振素子 

 
［研 究 題 目］電気磁気効果を有する反強磁性連続媒体

を用いた電界操作磁気記録原理の理論精

査とシミュレーション技術の開発 

［研究代表者］今村 裕志  

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］今村 裕志（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 モバイルコンピューテイングやクラウドコンピューテ

ィングの進展により、ネットワークを介した情報の流通

量は劇的に増加している。その膨大な情報を記録するた

めのストレージ技術はもはや記録密度の限界に到達しつ

つあり、従来型の微粒子磁石の磁化反転を利用する方式

とは異なる新しい磁気記録方式の開発が求められている。

この磁気記録の大きな壁を克服するために、エネルギー

アシスト磁気記録などの新たな磁気記録方式が検討され

ているが、これらは従来原理の域を出るものではなく、

かつエネルギーアシストは省エネルギー化の流れに逆行

するものである。本研究では、低消費電力な磁気記録技

術の実現を目指し、電気磁気効果を有する反強磁性連続

媒体を用いた電界操作磁気記録原理の理論精査とシミュ

レーション技術の開発を行う。 

 今年度は、反強磁性・強磁性積層記録媒体における磁

気構造および磁化反転の理論解析を行い、高密度磁気記

録に適した物質パラメータを特定する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］電気磁気効果、反強磁性、磁気記録 

 
［研 究 題 目］物質や生命の機能を原子レベルで解析す

る低加速電子顕微鏡の開発 

［研究代表者］末永 和知 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］末永 和知、佐藤 雄太、劉 崢、 

越野 雅至、千賀 亮典、OviduCRETU、 
YungChan Lin、新見 佳子、 

佐藤 香代子、齋藤 昌子 

（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

本研究加速課題では、CREST 研究の成果をもとに、

製品化・市場投入を念頭に置き、装置開発と応用研究を

重点的に加速する。そのために、基礎電子光学および周

辺技術に立脚した電子顕微鏡の要素技術の高度化を行う。 

具体的には、10～100kV 程度で使用できるデルタ型

球面・高次収差補正機構および軸外収差の発生を抑制し

た色収差補正機構など、商用機に搭載可能な次世代の収

差補正装置を開発し、幅広いニーズに対応できる低加速

高性能電子顕微鏡を実現する。また、これに加えて、単

分子・単原子計測に特化した電子分光機能や環境制御機

能を備えた世界に例のない高機能電子顕微鏡を開発する。 

本研究加速課題により、軽元素材料の単分子・原子観

察のみならず、有機材料、生体材料など（ソフトマタ

ー）が観察可能となり、反応の直接観察による高効率太

陽電池開発や創薬への原子レベルのアプローチなど、多

分野にわたる研究の飛躍的な発展が期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］電子顕微鏡、収差補正技術、単分子イメ

ージング 

 
［研 究 題 目］自己組織プロセスにより創製された機能

性・複合 CNT 素子による柔らかいナノ

MEMS デバイス 

［研究代表者］畠 賢治 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］畠 賢治、山田 健郎、Futaba Don、 

関口 貴子、小橋 和文、田中 文昭、 

LASZCZYK Karolina Urszula、 

藤井 美智子、彦坂 理恵 

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

カーボンナノチューブ（CNT）はその優れた物理・

化学的特性のため、次世代デバイスのコア素材として期

待されている。しかしながら、CNT デバイスを実用化

するためには、所定の位置に所望の量の CNT を敷設し、

かつ配向方向・形状を任意に制御して、多様かつ設計さ

れた機能を有する CNT デバイスを安定に再現性良く製

造する技術が必須である。このような高度な構造制御が

必要なため、CNT デバイスは、CNT を大量にバルク材

料として使用する用途より、実用化が遥かに困難となっ

ている。 

本研究では、CNT—MEMS デバイス産業を実現する

ための、デバイス基盤製造技術と、異材料とのインテグ

レーション技術を開発している。ボトムアップの技法と

微細加工技術を組み合わせて、CNT の位置・形状を自

由自在に制御しながら集積化、異材料とインテグレーシ

ョンさせ、デザインされた機能を有する CNT 素子・ナ
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ノ（MEMS）デバイスの創製を目標としている。 

これまで我々のグループでは、CNT の超高効率成長

法である、スーパーグロース法を用い、基板からシート

状に垂直配向した、CNT のマクロ構造体「CNT シー

ト」を作製した。それを成長基板から剥がして、デバイ

スを製造する基板上に液滴を導入し、その乾燥時に、シ

ートの CNT 同士を液体の表面張力で引きつけ高密度化

し、同時に基板にも密着させ貼り付ける技術を開発した。

これにより、CNT が平面的一方向に配向し、高密度に

集合し板状になった「CNT-wafer」を、任意の基板の

任意の位置に、任意の配向方向をもって形成可能とする

「CNT シートを基板に貼って作るデバイスの製造技術

開発」を行ってきた。さらに、CNT シート貼り付け技

術に基づいて、CNT センシング構造体の作成に成功し

た。 
本年度は、微細加工技術開発により、従来のゴムで

は実現できなかった数百ナノメートルやマイクロメート

ルの精度でゴム表面を加工する技術を開発した。 

CNT の新規な機能発現を目指し、異材料との複合化

技術を開発するため、CNT の密度制御技術、形態制御

技術の開発を行った。特に集積化キャパシタ、ナノメカ

トロニクスやバイオ発電デバイスに特化した複合化技術

の開発に取り組んでいる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、スーパーグロー

ス、CNT-wafer、デバイス 

 

［研 究 題 目］サトウキビ廃棄物からのエタノール生

産研究 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］矢野 伸一、遠藤 貴士、松鹿 昭則 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 世界最大のサトウキビ生産国であるブラジルにおいて

バガスなどのサトウキビ廃棄物からエタノールを生産す

る技術を開発することを目標に、前処理、酵素糖化、発

酵の各要素技術について、ブラジルの大学と国際共同研

究を実施してきたが、今年度はこれらを統合したベンチ

規模でのエタノール生産実験を産総研で実施した。 
 実験はブラジル産のバガスを用いて、1kg／バッチの

スケールで行った。前処理は、水熱処理（150℃、2時

間）、湿式ディスクミル処理（10サイクル）、および水熱

処理後湿式ディスクミル処理の3方式で実施した。酵素

糖化はブラジルでも入手可能な市販酵素 Cellic CTec2を
用い、酵素使用量は実用面でのコストを考慮して、10 

FPU/g 基質とし、pH5.0、50℃で3日間糖化反応を行っ

た。その結果、水熱および湿式ディスクミルの単独処理

では糖化率が低かったが、水熱処理後さらに湿式ディス

クミル処理することで糖化率が向上し、その値は68%で

あった。 

 次いで得られた糖化液を用いて、ブラジルで工業的エ

タノール生産に使用されている酵母株 Saccharomyces 
cerevisiae CAT-1による発酵実験を2日間行った。この

酵母株は非組み換えでキシロースは発酵できないが、グ

ルコースからは、湿式ディスクミル単独および水熱＋湿

式ディスクミルの前処理を行った糖化液から理論値に対

して90%以上の収率でエタノールが生産できた。最もエ

タノール収量が多かったのは、水熱＋湿式ディスクミル

処理を行った実験区で、絶乾バガス1kg から139g
（176ml）のエタノールを得ることができた。 

 このように1kg 原料／バッチのスケールで、前処理か

らエタノール発酵までの一貫プロセスによるエタノール

生産を実証することができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオエタノール、サトウキビ廃棄物、

ブラジル、バガス、酵素糖化 

 
［研 究 題 目］ボルネオ生物多様性保全のためのパーム

バイオマスを活用した革新的グリーン産

業の創出 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 ボルネオ島にはパームオイル工場が多数存在するが、

いずれもエネルギー効率は悪く、大量の廃棄物が環境中

に排出され、生物多様性の保全に悪影響を及ぼしている。

そこで九州工業大学が代表となり、九州大学、産総研と、

マレーシアプトラ大学、サバ大学が連携して、パーム産

業から発生する廃棄物を有効利用する技術を開発すると

ともに、パームオイル工場のエネルギー効率を改善する

ことによって、グリーン産業の創出と環境保全を目指し

た研究を進めている。プロジェクトは昨年5月に仮採択

されたのち、参画機関の間での調整に手間取って開始が

遅れたが、9月に研究がスタートした。 

 BRRC では共同研究先であるマレーシアプトラ大学

の協力を得て、パームバイオマスとして Empty Fruit 
Bunch（EFB）、メソカープファイバーを入手し、原料

の成分分析を行った後、前処理方法の検討と、前処理方

法・前処理条件が糖化に及ぼす影響を調べた。またパー

ムバイオマスを糖化した際に生成する物質の中に、発酵

阻害物質が含まれているかどうかの確認にも着手した。 

 さらにパームオイルミルにおける廃棄物発生状況の調

査を行い、EFB の用途がなくプランテーションに還元

されていること、省エネルギーに対する意識が低く、未

利用のまま大気放出されている水蒸気が多く存在するこ

となどを確認した。これらの情報は、今後のプロセス検

討に反映させる計画である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］パームバイオマス、分解、糖化、ナノフ
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ァイバー 

 
［研 究 題 目］微量計測のための電極等システム開発、

性能評価 

［研究代表者］佐藤 縁（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 縁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本課題の目標は、小型かつ省電力で、長期に安定的に

微量・連続的に海水試料のアルカリ度をフロー系で計測

するシステムを新規に開発することである。研究の初年

度である平成25年度後期（11-3月）は、連続計測に係る

目標性能を設定すること、システムデザインを検討・決

定することに注力し、また研究開発項目（微量計測・微

小電極の開発、省電力化・小型化、安定計測、実験室・

実海域への適用、標準海水の作成・維持）を各要素（ポ

ンプ，フローライン、計測部、試薬・標準海水、記録部、

電源、ブイ）ごとに確認し、現場での長期計測の際に起

こる問題点を詳細に洗い出した。特に、センサー部分と

フローラインの生物汚染、フローラインの目詰まり、長

期の海水環境での各部材の耐久性を検討し、運用時に必

要な電力と試薬量、制御と記録のために必要なプログラ

ムの検討などを行い、その解決法を開発要素とともに提

示し、基本的かつ必要な確認実験などを開始した。サン

プルとして実際に海水を用いて、まず市販の各種 pH 電

極とメーターを用いて、通常の水溶液測定と海水測定の

違いや適する電極材料の検討、注意すべき点などを一部

明らかにした。小型装置開発における問題点の確認のた

めに、まず、現行システム（150kg）の部材を小さくし

た小型機器の試作にも着手した． 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微量測定、微量計測、pH 測定、アルカ

リ度、小型装置、環境測定 

 
［研 究 題 目］高機能化細胞増殖因子を用いたヒト iPS

細胞用の無血清培養液の開発 

［研究代表者］今村 亨（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］今村 亨、鈴木 理、浅田 眞弘 

（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

iPS 細胞を用いた再生医療が本格化している。そこで

用いる細胞を増殖させ加工するためには、動物由来成分

を含まない無血清培養液と高い生理活性を有する細胞増

殖因子が必要である。加えて、培養液交換頻度低減や細

胞形質維持能力の向上が期待されている。独自の知見と

技術で作られた細胞増殖因子 FGFC は、ヒト ES/iPS
細胞の培養に必須な FGF2の特徴を有し、かつ高い安定

性と生理活性を有する。本研究では、被災地仙台の細胞

培養用培養液の製造会社が確立した無血清培養液作成技

術を基盤として、この新規増殖因子の性能を最大限に活

かし、ヒト iPS 細胞用の無血清培養液、及びヒト再生

医療用細胞に使用できる高性能無血清培養液を開発する

ことにより、震災からの復興を支援することを目指して

いる。 

本年度は、「ヒト iPS 細胞に対する FGFC の作用機構

解析」として、iPS 細胞として、京都大学及び産総研で

樹立された、複数のヒト iPS 細胞株を用いて解析を行

った。その結果、FGFC は、多くの iPS 細胞株に有用

な培養液を開発するために有用であることが確認され

た。さらに、FGF シグナルを遮断により種々の特定の

組織特異的遺伝子の発現が起こること、これが時間依存

的に変化することを確認し、未分化性維持における

FGF シグナルの重要性の再確認と今後の評価への予備

的データを取得できた。また「FGFC 含有 iPS 細胞用

培養液の開発」として、FGFC 及び FGF2含有培養液を

用いて継代培養した iPS 細胞から、表皮角化細胞を誘

導する最新の方法を使って、表皮角化細胞に特徴的な形

態を有し角化細胞マーカー陽性である細胞を作成できる

ことを確認した。さらに、数種の条件で三胚葉（内胚葉、

中胚葉、外胚葉）の各マーカー陽性の細胞を取得できる

ことを確認した。これらより、FGFC 含有培地により

継代培養した iPS 細胞は、多様な細胞への分化能を保

持していることが確認できた。また「FGFC 含有 iPS
細胞用無血清培養液の保存安定性評価」として、細胞培

養温度における FGFC の安定性等を、FGF 特異的に反

応する細胞系を用いて評価した。さらに、FGFC のさ

らなる安定化を図るために、添加剤の効果を検討し、有

効な安定化剤を選択した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療、iPS 細胞、細胞培養液、震災

復興 

 
［研 究 題 目］シグナル撹乱複合体の電子顕微鏡解析 

［研究代表者］佐藤 主税 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 主税、川田 正晃、三尾 和弘 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 胃癌発生に置いてシグナル撹乱を行うタンパク質

CagA の構造解析と細胞内への移行経路の解析を行う。

CagA を精製して様々な角度から極低温電子顕微鏡で撮

影し単粒子解析を行う。溶液中での電顕観察を可能とす

る ASEM を用いて、金でラベルした CagA を用いて細

胞内へ移行する CagA の移動経路を解析する。 

 極低温電子顕微鏡を用いた解析では、電顕像の解析と

生化学解析を組み合わせ、多量体構造の詳細を調べ得る。 

研究計画： 

 CagA の理解が進まない原因としては、細胞内に移行

していく過程を捉えた高分解能画像が得られていないこ

とが一番に挙げられる。ASEM を用いることで、光学
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顕微鏡より高分解能での観察が可能となる。多くの画像

を取得することで、細胞内に移行して行く過程の CagA
の像を得る。 

 極低温電子顕微鏡を用いた解析では、CagA 単体とシ

グナル撹乱複合体を対象とする。これまでに得られてい

る CagA の電子顕微鏡像は、単分子で構造の柔軟性を

示す分子種と、数個の CagA が集合して多量体を形成

しているものに分けられている。電子顕微鏡による単粒

子解析と X 線結晶構造解析により得られたシグナル撹

乱複合体の部分構造を組み合わせることで、シグナル撹

乱複合体の全体像を得るべく解析を行う。 

年度進捗状況： 

 CagA の細胞内移行の解析に必要な水中電顕観察の基

盤技術開発を ASEM を用いて進めた。さらに、CagA
単体での透過電顕解析を中心にプロジェクトを進めた。

ここでは、CagA が Helicobacter pylori 菌で生産され、

ヒト細胞へと注入される様子の可視化を行った。強くラ

ベルされた細長い pylori 菌が、一部丸い菌と共に宿主

細胞に貼り付いて観察された。今後、CagA および4型

分泌機構に関して、電顕法をさらに最適化する。 

 透過電顕による CagA 単体の構造情報の取得を目指

し、解析ツールの開発を進めた。CagA 単量体は分子量

130kDa であり、その粒子はコントラストが小さく、微

かにしか見えない。その画像拾い上げを実現するために、

新たに自動拾い上げアルゴリズムの開発行なった。 

 単粒子解析では、粒子像ライブラリーを構築した後で

初期3次元構造を構築する。構造と画像ライブラリーと

を照らし合わせながら、繰り返し計算によって構造を改

善してゆく。CagA の構造決定を最短時間で進めるため

に、ワークフローの最適化を大幅に自動化する2次元平

均化プログラムを構築し、さらに CagA の150kDa でも

自動拾い上げ可能なプログラム開発を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、単粒子解析、pylori 菌、 

CagA 

 
［研 究 題 目］藻類由来原料を利用した多糖類系バイオ

プラスチックの研究 

［研究代表者］芝上 基成 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］芝上 基成（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

太陽光と二酸化炭素と水だけで増殖できるミドリムシ

は藻類の一種であり、その細胞内に多量の多糖（グルコ

ースポリマー、通称パラミロン）を蓄積することが知ら

れている。ミドリムシの大きな特徴として、光合成を行

う植物的性質に加えて、グルコースを栄養源として増殖

する動物的性質を兼ね備えていることが挙げられる。つ

まりミドリムシは、廃液のように安価な栄養源、あるい

は太陽光や二酸化炭素などの無尽蔵のエネルギーを使っ

てグルコースポリマー等を生産する「素材生産工場」と

いえる。さらに、藻類は一般にトウモロコシのように食

糧と競合せず、また近い将来には非常に安価に市場に供

給されるポテンシャルを持っており、材料創製のための

新たなバイオマスとして有望と考えられる。平成24年度

はこのグルコースポリマーを主骨格とした誘導体を合成

し、その物性評価を行ったところ、良好な熱可塑性や耐

熱性を示すことを明らかとした。平成25年度はこれらの

結果を基にして、さらに分子設計をすすめて諸物性の向

上を試みた。具体的には、導入する長鎖アルキル基の鎖

長や導入率等をコントロールすることで特に機械的物性

の向上を試みた。その結果、一定長の長鎖アルキル基を

一定範囲の導入率でパラミロンに導入することで、熱可

塑性、耐熱性、機械的物性それぞれにおいてバランスの

とれた、実用性のある熱可塑性樹脂となりうることを明

らかとした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微細藻類、バイオプラスチック 

 
［研 究 題 目］DNA ポリメラーゼの displacement 活性

（鎖置換活性）の増強による二本鎖

DNA 複製系の開発 

［研究代表者］松井 郁夫 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］松井 郁夫（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 
 DNA プライマーゼと MCM ヘリカーゼを共存させる

ことによりファミリーB DNA ポリメラーゼ（PolB）の

鎖置換活性を高め、化学合成プライマーに依存しない

Leading 鎖と Lagging 鎖の同時合成系を開発する。 

研究計画： 
 phi-29DNA ポリメラーゼ等の鎖置換型酵素を用いる

従来法では、複数の化学合成プライマーと環状一本鎖核

酸が必ず必要である。そこで、それらに依存しない、

Leading 鎖と Lagging 鎖の同時合成系を構築する。 

年度進捗状況： 
1) MCM ヘリカーゼの ATPase 活性と3’→5’方向性の

unwinding（巻き戻し）活性測定を試みた。その結果、

ATPase 活性は検出に成功したが、巻き戻し活性は期

待に反し微弱であった。その原因の究明を試み、クロ

ーニングされた遺伝子中に数か所の点突然変異が起き

ていることを見出した。この高頻度の点突然変異が起

こる理由としては、三つのエキソンを連結する複雑な

PCR 反応の繰り返しが必要であったことと、DNA 複

製酵素系遺伝子にはしばしば予測のつかない高次構造

をとる性質が内在しており、クローニングの際に予期

せぬ点突然変異が導入されたものと推測された。 

2) 精製された MCM ヘリカーゼには数か所の点突然

変異が含まれているが、タンパク質として正常に生産
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され、耐熱性の ATPase 活性を保持していたことか

ら、5’を保持し蛍光標識化プライム化基質に DNA
プライマーゼ（PriLS）、MCM ヘリカーゼ、PolB、

PolD を加え、共同で DNA の Leading 鎖と Lagging
鎖の同時合成を行わせ、蛍光標識プライマーの伸長を

7M 尿素変性ポリアクリルアミドゲル電気泳動とフル

オロイメージャーで解析を試みた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］DNA ポリメラーゼ、DNA 複製系、 

PCR 反応 

 
［研 究 題 目］リコリスアルカロイドの新規生体リズム

制御剤としての製品化に関する研究 

［研究代表者］大西 芳秋 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］大西 芳秋、河野 泰広、小川 昌克 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 リコリンならびにリコリシジノール等、リコリスアル

カロイドの概日リズムの周期延長作用について、先行技

術のアセチルコリンエステラーゼ阻害剤との比較検討を

し、商品開発する上での問題点を検討した。 

1. リコリスアルカロイドは濃度依存性を持って概日リ

ズム調節を行うことができ、製品化する上での利点と

なりうることが判明した。 

2. リコリスアルカロイドは、リガンド（コレステロー

ル誘導体）に対する作用は解明されなかったけれども、

生物時計の鍵となる Bmal1遺伝子の転写活性化する

ことにより概日リズム調節に機能する。Per2プロモ

ーターに対する作用が異なることから、ガランタミン

とは異なる作用機序であることが示唆された。 

3. リコリスアルカロイドは、生物時計に直接作用し本

機能を保持している組織であれば Sarcoma といった

癌細胞も含めて種々の組織細胞に作用が期待できると

いう製品化上の利点が明らかとなった。 

4. リコリスアルカロイドは、アセチルコリンエステラ

ーゼ阻害活性が非常に小さく、ガランタミンのような

中枢神経に対する作用は少ないことが示唆された。こ

れは、中枢神経系に対する副作用が少ないことを示唆

しており、商品化する上での利点であると考えられる。 

 以上の結果より、リコリスアルカロイドは先行技術に

より報告されている体内時計のリセット効果や増幅効果

を期待する製品と異なり、生物時計機構に濃度依存的に

普遍的に組織細胞に直接作用し、かつ中枢神経系への副

作用はあまりないという製品を創製できる可能性が示さ

れた。今研究開発において、今後製品化をする上での重

要な知見を得ることができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］健康機能、生体リズム、生物時計、アル

カロイド 

［研 究 題 目］腸管型 IL-10産生型制御性 T 細胞

（Tr1）による炎症誘導発がんの抑制 

［研究代表者］辻 典子（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］辻 典子（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 消化管免疫を高めて炎症を予防あるいは治療する新規

経口免疫修飾剤には、低医療費で国民の健康を増進する

効果が期待される。本研究では、粒子状β−グルカンの

経口投与により消化管 T 細胞が IL-10を発現するという

発見を進展させた。すなわち粒子状β−グルカンの in 
vitro 効果を確認するとともに、in vivo においても粒子

状β−グルカンの経口投与が全身のサーフェスバリア

（腸管、皮膚など）に抗炎症効果をもたらし、炎症誘導

性発がんを抑制するかを評価するための実験を行なった。 

 腸炎モデルにおいて粒子状β−グルカンの経口投与に

より誘導された抗炎症作用により、好中球ケモカインが

抑制された。同様に皮膚炎症を抑制する効果も認められ

た。粒子状β−グルカンの経口投与群では紫外線照射モ

デルにおける皮膚の水分含量の保持が有意に良好であっ

た。紫外線照射による皮膚炎症は皮膚がんの発症にも関

与することが示唆されており、粒子状β−グルカンには

炎症の抑制、さらに皮膚がん予防効果が期待される結果

となった。腸管におけるサーフェスバリア機能として、

さらに癌（ポリープ形成）の抑制効果について観察継続

中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］抗炎症、粒子状β–グルカン、消化管免

疫、サーフェスバリア 

 
［研 究 題 目］実用化を目指した中枢神経標的型蛋白医

薬の創出 

［研究代表者］近藤 哲朗 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近藤 哲朗（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

アルツハイマー病や脳腫瘍など高齢社会が抱える深刻

な中枢疾患に対して、責任分子を直接のターゲットとし

た根本的な治療につながる特異性の高い薬剤の開発が求

められている。最近、特異抗体や組換え機能タンパクな

どをデザインした高分子・タンパク医薬が、次世代型の

中枢薬として開発が期待されているが、生体に薬剤とし

て投与する場合、そのほとんどが血液脳関門（Blood-
brain barrier: BBB）を通過できないため、実用化が遅

れている。したがって、高い薬効や特異性が期待される

高分子・タンパク医薬を設計しても、脳に投与するため

には現状ではほとんどの場合が穿頭・開頭などの外科手

術が必要で、患者にかかるストレスは心理的なものも含

めて少なくない。本研究では、機能性高分子・タンパク

質を非浸襲的に脳へ投与するための技術開発を目標とし、

平成25年度は、血液脳関門に発現している特定の受容体
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にターゲットを絞り、これらの受容体に対して結合親和

性を有するペプチドを種々の指向性進化工学的手法を駆

使して探索した。これらの結合親和性ペプチドを医薬と

しての機能が期待される高分子・タンパク質へ応用する

ことにより、従来から実用化されている脂溶性小分子の

中枢薬に比べ薬効や特異性の極めて高い中枢薬を創出す

ることが期待できる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高分子・タンパク医薬、中枢神経系、血

液脳関門（BBB）、受容体、指向性進化

工学、ポリペプチド、 

 
［研 究 題 目］未利用海藻資源からの健康食品素材製造

技術の開発 

［研究代表者］市村 年昭 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］市村 年昭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

東北地方沿岸地域において中小規模設備で実施可能な

新規高付加価値食品加工法の開発を目指して、未利用海

藻資源から血圧降下ペプチドを含有する機能性食品素材

を製造するための基盤技術の開発を目標とする。昨年度

に引き続き、藻体の前処理から精製過程まで可能な限り

簡便で再現性が期待できるように各工程の諸条件を設定

し、得られた機能性食品素材試料の生成率、その血圧降

下作用の強さ等を定量的に測定、評価することにより、

技術移転のための基盤データを取得する。本年度はアカ

モクに加え、やはり低利用の海藻であるアナアオサを対

象とした。また、食品加工廃棄物の例として、東北地方

で多く養殖されているワカメの加工残渣であるメカブ部

位の茎を用いた。昨年度アカモクで設定した各種処理条

件をベースとして、さらに検討を重ねた結果、いずれの

海藻からもアンジオテンシンⅠ変換酵素阻害活性を有す

る処理産物を得ることに成功した。これらを高血圧自然

発症ラットに単回経口投与し、その血圧の経時変化を測

定したところ、アナアオサで投与から3,5,7時間後、ア

カモクで5,7時間後、ワカメ茎では7時間後の血圧がコン

トローに比べて有意に低下することが見いだされた。本

研究の結果、上記3種類の海藻いずれからも、比較的簡

便な処理により血圧降下成分を生成し得ることが明らか

となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］食品、生理活性、血圧降下作用 

 
［研 究 題 目］ヤマユリ精油の産業化に関する研究 

［研究代表者］河野 泰広 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］河野 泰広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ヤマユリの精油はこれまでに全くなかったものである

ため、新しいニーズが創出されることから、中小企業へ

の技術移転を行い、実用化の促進を図る。本研究では、

ヤマユリ花弁から精油を安全かつ簡便に抽出する小規模

企業向け技術を開発することを主要な目標とする。ヤマ

ユリの香りにばらつきがなく、簡便かつ安定に抽出し、

香水のユリ抽出成分の濃度を安定化する。さらに抽出し

た精油成分の確認と、精油の生活習慣病への効果など機

能性解析を行う。研究計画の最終年度の今年は、ヤマユ

リ精油（香気成分）を採る方法として高沸点で入手の容

易な水溶性溶媒に、酸化防止剤、pH 調整剤を添加した

混合液を用い、ヤマユリ香成分を抽出する方法を開発し

た。今回 GC-MS によるヤマユリ精油の香成分解析によ

り得た情報は、今後ヤマユリ精油の抽出、成分管理およ

び保存において精油中の成分確認を可能にし、ヤマユリ

精油の商品を開発する上で非常に役立つ。今回得たヤマ

ユリ抽出物について培養細胞を用いたアディポネクチン

産生促進作用および炎症性サイトカイン TNFα産生抑

制作用を測定した結果、高濃度になると両方とも活性が

確認できた。今後、さらに企業と共同でヤマユリ精油を

地域の特産品として香水、石鹸および芳香剤等の商品化

を行っていく。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ヤマユリ、精油、酸化防止剤、香水、生

活習慣病 

 
［研 究 題 目］社会ロボットにおける文化的モデルに関

する研究－日本とアメリカにおけるロボ

ットの利用者の比較に関する研究 

［研究代表者］柴田 崇徳（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］柴田 崇徳、和田 一義、川口 幸隆 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

動物のように人と共存し、特に身体的な相互作用を通

して、楽しみや安らぎの精神的効果を与え、人の心を豊

かにすることを目的に、メンタルコミットロボット「パ

ロ」を開発している。動物の場合、アレルギー、人畜感

染症、噛み付き、引っかき事故、管理、衛生などの問題

で、動物を飼うことができない人々や一般家庭・医療福

祉施設などがある。メンタルコミットロボットは、動物

と同様に、人々に様々な効用を与えようとしている。 

これまでに国内外30か国以上で3000体以上が利用され、

米国では医療機器として承認され、ドイツのニーダー・

ザクセン州ではパロを用いた在宅認知症高齢者等の訪問

介護サービスが保険適用となった。米国のイリノイ州で

は、看護師等に義務付けている継続教育ユニット（年間

30ユニット＝30時間）の1ユニットにパロに関する講義

が認定されている。デンマークでは医療福祉施設でのセ

ラピーを目的に、一日の講習によるライセンス制度とと

もに、施設のみを対象としてパロを導入し、これまでに
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300名強がライセンスを受け、70%以上の地方自治体の

施設に導入された。また、オランダ、スウェーデン、ド

イツ等の他のヨーロッパの国でも同制度を導入している。 

本研究では、日本と米国において、それぞれ、アンケ

ート調査や医療福祉施設での臨床実験から、パロの受容

性やセラピー効果に関して様々な評価や比較を行ってい

る。一般家庭ではペットの代替として家族の一員に、医

療福祉施設ではアニマルセラピーの代替として高齢者向

け施設での生活の質を向上させ、認知症高齢者の脳機能

や行動を改善しているが、文化的背景や社会制度の違い

による、日米での違いについて、欧州とも比較しながら

研究している。さらに、日本の独特の環境として、東日

本大震災の被災地で、被災者の心のケアや被災者と支援

者の交流におけるパロの役割についての研究も行ってい

る。 

研究成果として、日米共同で、AAAS 年次総会、

HRI 国際会議等で共同研究発表を行った。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］文化比較、ロボット・セラピー、認知症、

東日本大震災の被災者の心のケア 

 
［研 究 題 目］体感型次世代情報通信を実現するための

非ベース型3D 触力覚技術に関する研究

開発 

［研究代表者］中村 則雄（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］中村 則雄（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、商品化されている触力覚デバイスは、携帯端末

に搭載されているような、触った際にブルブルと震える

感覚が得られる「タッチ型」、または、テーブル上の据

え置き型で大がかりな可動アームを備えた「ベース型」

が主流である。タッチ型は、触覚を与えることを目標に

開発されているが、リアルな体感（感触・触感）を与え

るまでに至っておらず、シンプルな振動発生とその振幅

を制御する、いわば単純なシンセサイザーのレベルにと

どまっている。ベース型は、大きな力覚を得ることがで

きるものの、大型であるために実装の自由度が低く、高

価格になるため、専門ツールとしての域を脱することが

できていない。 

本研究では、触力覚技術の製品利用の拡大を念頭に、

これらの問題を解決するために、非線形感覚特性および

錯覚を触力覚提示の原理として用いた触力覚デバイスを

開発し、反力を支えるベースを必要としない非ベース型

におけるリアルな手応え・感触を実現することで、商品

化に向けた触力覚デバイス評価キット（アルファ版）を

開発することを目的とした。 

開発としては、アルファ版において必要とされるアー

キテクチャ仕様を考察し、触力覚デバイス、制御用ハー

ドウェアおよびソフトウェアの開発を実施した。また、

デバイスの 3D 制御には、当該デバイスの位置と姿勢の

情報をリアルタイムに取得する必要があり、ポータビリ

ティ利用を可能とする姿勢トラッキングシステムを構築

することで、非ベース型におけるリアルな感触・触感の

提示を可能とするアルファ版の実現に至った。 

なお、本研究は、独立行政法人科学技術振興機構 の

「研究成果展開事業 A-STEP 本格研究開発 起業挑戦タ

イプ」により行われた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］触力覚、体感、非ベース 

 
［研 究 題 目］動圧軸受を用いた心疾患用補助循環ポン

プの開発 

［研究代表者］小阪 亮（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］小阪 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、短期使用の遠心血液ポンプに非接触軸受

である動圧軸受技術を導入し、1ヶ月程度の補助循環が

可能な、低価格かつ長期耐久性と優れた血液適合性を有

する、動圧軸受を用いた心疾患用補助循環ポンプを研究

開発する。 

本研究で開発した心疾患用補助循環ポンプは、動圧軸

受を採用したディスポーザブル遠心血液ポンプである。

本ポンプのポンプヘッドは1回限りの使用で使い捨てと

し、駆動装置であるモータドライバは再利用する方式と

した。ポンプ内のインペラは、スラスト方向およびラジ

アル方向の両方向に採用されている動圧軸受により、非

接触で浮上回転することが出来る。 

安定性の評価試験として、レーザー変位計を用いて、

駆動中のポンプ内のインペラの浮上位置を計測した。そ

の結果、低揚程から500 mmHg の高揚程において、イ

ンペラがケーシング中央に浮上していることを確認した。

このとき、各回転数で、溶血悪化の目安となるせん断応

力を計算すると、各軸受隙間は溶血が著しく生じる300 

Pa 以下と問題ない値であることがわかった。 

血液適合性の評価試験として溶血試験と in vitro 抗血

栓性試験を実施した。溶血試験では、閉鎖回路を構築し、

作動流体として牛血を使用した。そして、試験中の遊離

ヘモグロビン濃度の時間変化量から溶血指数 NIH を求

めた。溶血試験を実施した結果、市販ポンプの NIH の

平均値は0.036（n=3）、開発ポンプの NIH の平均値は

0.040（n=3）となり、市販ポンプとほぼ同等の溶血特

性を達成することが出来た。in vitro 抗血栓性試験では、

血液の凝固能の計測量である ACT（血液凝固時間）を、

塩化カルシウムとクエン酸ナトリウムにより、動物実験

の ACT である200秒に近づけることで、実験室で生体

内の血液の凝固能を模擬した。本試験の結果、ACT の

平均値221秒（188-269）において、開発したポンプ内に

血栓形成は認められなかった。 
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本研究結果から、開発した心疾患用補助循環ポンプは、

優れた血液適合性を有することを確認することが出来た。

本技術は、原理的には任意の軸受隙間を実現可能である

ため、広い軸受隙間の非接触ポンプを求めている、食品

やバイオリアクタ、化学プラント、燃料電池などの産業

界へも技術移転可能である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］補助循環ポンプ、動圧軸受、血液適合性 

 
［研 究 題 目］バイオメディカル光イメージングにおけ

る数理モデルと画像再構成 

［研究代表者］星 詳子（東京都医学総合研究所） 

［研究担当者］谷川 ゆかり（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門）、 

星 詳子（東京都医学総合研究所）、 

岡田 英史（慶應義塾大学）、 

吉永 哲哉（徳島大学）、 

大川 晋平（防衛医科大学） 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

ふく射輸送方程式の解析から導かれる生体内光伝播数

理モデルの妥当性の検証を目的として、光学ファントム、

小動物、ヒトを対象にフェムト秒パルス光源と高速の光

検出器から構成される高精度時間分解計測システムを用

いた生体計測を行い、数理モデルとの比較を行う。また、

多チャンネル時間分解計測システムを用いて、ファント

ムとヒトの計測を行い、画像再構成アルゴリズムの検証

を行う。 
平成25年度は、高精度時間分解計測システムを利用し

た予備実験結果を対象に、モンテカルロシミュレーショ

ンを応用した光学特性推定アルゴリズムを用いて光学特

性値を求めた。そして、システムの問題点を抽出、改良

を行った。また、多チャンネル時間分解計測システムを

用いてファントムを対象とした計測を実施し、画像再構

成アルゴリズムの妥当性の検討を行った。さらに、ふく

射輸送方程式を用いた2次元の2cm×2cm の領域を対象

として画像再構成アルゴリズムを開発し、光拡散方程式

を用いた画像再構成結果と比較検討を行った。その結果、

初期値の設定によって得られた再構成画像の精度が大き

く変化することがわかった。また、画像再構成を行う領

域がある程度大きい場合に計算時間を短縮するため、光

源から近い領域についてはふく射輸送方程式を用い、あ

る程度遠い領域では光拡散方程式を用いるハイブリッド

方式を開発し、計算時間を大幅に短縮できることを確認

した。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］近赤外光を利用した生体計測装置、光拡

散方程式、光学ファントム 

 
［研 究 題 目］有機強誘電体の新材料開発、薄膜プロ

セス技術の開発、及び電子状態計算 

［研究代表者］堀内 佐智雄（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］堀内 佐智雄、長谷川 達生、 

山田 寿一、野田 祐樹（フレキシブル

エレクトロニクス研究センター）、 

石橋 章司（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 「元素戦略を基軸とする物質・材料の革新的機能の創

出」領域で採択された課題「有機材料を用いた次世代強

誘電物質科学の創成」（JST CREST、課題代表：産業

技術総合研究所）を、標記のテーマで主導している。本

研究では、（1）優れた分極性能と十分な耐久性をもつ新

規有機強誘電体の材料開発、（2）多結晶性薄膜／単結晶

性薄膜の作製によるデバイス化に適した薄膜・印刷プロ

セス技術の確立、（3）自発分極などの物性パラメータ予

測、スペクトルシミュレーション、及び分子軌道解析な

ど微視的電子状態の解明に向けた理論計算、の3点に取

り組んでいる。平成25年度は，有機強誘電体の新材料開

発について、2成分からなる酸―塩基超分子型強誘電体の

化学修飾効果を調べ、水素結合を引き伸ばすための立体

効果を施した。クロラニル酸と6,6’-ジメチル-2,2’-

ビピリジンのプロトン移動塩［H-66dmbp］［Hca]では、

熱処理などによる特性最適化を行った結果、ポリフッ化

ビニリデン系高分子なみの高分極性(8µC/cm2)と、

100℃での高温強誘電性を実現できた。この特性は、第

一原理計算の結果（～9µC/cm2）でも裏つけられた。こ

れまでに得られた酸-塩基超分子型強誘電体の構造解析

によって得られた水素結合長と誘電体特性（転移温度、

分極値）の実験値および理論計算値について整理を行い、

ともに水素結合長とは正の相関関係があることを明らか

にした。一方、この関係から外れる物質においては、放

射光 X 線回折により、高温において構造相転移が生じ、

反強誘電的な構造が出現することを明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造分野 

［キーワード］有機強誘電体、有機エレクトロニクス、

相転移現象、電子状態、第一原理計算 

 
［研 究 題 目］新しい高性能ポリマー半導体材料と印

刷プロセスによる AM-TFT を基盤とす

るフレキシブルディスプレイの開発

（JST） 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、山田 寿一、 

堀内 佐智雄、堤 潤也、松岡 悟志 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
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 本研究は、印刷により製造されたフレキシブルなアク

ティブ・マトリックス・トランジスタアレイ（AM-
TFT）の開発を目標として、広島大学・住友化学・大阪

大学・産総研が共同して、高性能ポリマー半導体の開発

とデバイス高性能化のための研究開発を行う。平成25年

度において産総研が取り組んだ研究は以下の通りである。

①ポリマーTFT の素子特性最適化・安定性向上におい

ては、各種 DA 型ポリマー半導体 TFT の電荷変調分光

スペクトルを詳細に測定し、スペクトル構造とデバイス

特性の間に明らかな相関が見られることを見出した。特

に高移動度の TFT を用いた場合に励起子の双極子-双極

子相互作用に由来した吸収の2次微分的なスペクトル構

造が系統的に見られることを確認し、これによりポリマ

ー鎖間のミクロな秩序度を評価できることを明らかにし

た。②高精細電極配線の印刷製造とポリマー半導体への

キャリア注入高効率化においては、前年度開発した親水

／疎水パターン上の液滴形状シミュレーション技術を用

いた基板表面の表面濡れ性の精密計測技術の開発、及び、

前年度開発した表面光反応ナノメタル印刷法を用いた最

小線幅が1マイクロメートル以下の高精細パターニング

と、これらをソース／ドレイン電極とする TFT 動作の

確認に成功した。③印刷による高性能ポリマーTFT ア

レイの作製の最適化においては、一昨年度開発したプッ

シュコート法と反転印刷法によって形成した半導体薄膜

パターンを、高精細電極配線パターンの電極位置に正確

に合わせるための位置合わせ技術を開発するとともに、

大面積にわたる均一性の向上について検討を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］有機半導体、プリンテッドエレクトロニ

クス、プリンテッドエレクトロニクス、

アクティブ・バックプレーン、薄膜ト

ランジスタ、ポリマー半導体、有機エ

レクトロニクス 
 
［研 究 題 目］震源域で採取した岩石試料の物性および

破壊特性の研究 

［研究代表者］佐藤 隆司 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］佐藤 隆司、雷 興林（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は JST-JICA 地球規模課題対応国際科学技術協

力事業「鉱山での地震被害低減のための観測研究」の一

部を分担する。本事業は、南アフリカ金 鉱山で発生す

る地震を地震計、歪計等を用いて震源極近傍で観測する

ことにより、地震発生過程解明および鉱山での地震被害

低減に寄与することを目的とする。本分担課題では、震

源域で採取した岩石試料の物性および破壊特性を室内実

験で計測し、震源極近傍での観測結果を解釈する際の基

礎データとする。 

 今年度は、5月から7月まで、南アフリカ Witwatersrand

大学の博士課程学生を招聘し、実験指導をした。南ア金

鉱山深度約3km から採取した橄欖岩および頁岩試料を

用いた破壊実験を行い、AE 時空間分布から岩石試料の

破壊過程を調べた。また、破壊後の試料の CT 画像を撮

影し、破壊面の形状と AE 震源分布の比較を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南アフリカ金鉱山、地震被害低減、震源

近傍観測、室内岩石破、壊試験、アコー

スティック・エミッション（AE） 

 
［研 究 題 目］ナノ細孔を有する多孔質材料の機能化 

［研究代表者］遠藤 明（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］遠藤 明、片岡 祥、上村 佳大、 

下村 真理江（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
ナノ細孔に閉じ込められた物質の相状態や吸着・移動

特性の基礎メカニズムを検討・解明し、得られた知見を

応用技術へ展開することを目的とする。ナノ細孔を有す

る多孔質材料の機能化，およびナノ細孔における物質の

吸着・移動現象の解析と制御に取り組む。主に高機能湿

度制御材料・システムの創成を目指す。 
昨年度開発したブロックコポリマーのミクロ相分離を

利用したナノメートルオーダーで構造規則性を有するナ

ノ多孔質材料の合成において、細孔径10nm でほとんど

屈曲のない直線的な細孔形状をもつメソポーラスシリカ

の水蒸気吸着特性を詳細に検討し、吸着速度が細孔形状

に依存することが判明した。 

ナノ細孔表面物性の評価手法としての、細孔内部の水

の吸着および窒素吸着等温線を極低相対圧（水蒸気で

p/p0＝10-5、窒素で p/p0＝10-8程度）からの測定法の検討

を継続し、複数の骨格および Si/Al 比をもつゼオライト

についてデータを収集した。水蒸気の吸着については、

相対圧が大きくなるに従い、親水性吸着サイトへの吸着、

シラノール基または吸着水への吸着、メソ孔や粒子間空

隙への毛管凝縮が支配的となることが判明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ナノ多孔質材料、吸着、相変化 
 
［研 究 題 目］触媒の表面化学、構造解析と設計 
［研究代表者］藤谷 忠博（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］藤谷 忠博、中村 功（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
本研究では、エステル加水分解は石油化学などの基礎

化学品製造で重要な反応であるが、従来の触媒的加水分

解は、大過剰の水を必要とし、反応終了後にこの水を蒸

留で分離するのに大きなエネルギーコストがかかってい

る。そこで、このプロセスにおける省エネルギー化、環

境負荷低減、コスト削減を目指す。本研究では、アリル

エステルの加水分解に続くアリルアルコールのアルデヒ

ドへの異性化という方法で達成することを目指し異性化



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(611) 

触媒、加水分解触媒、さらにこれを連続的に行い不可逆

型にすることを試みる。そのためには、アリルアルコー

ルの出発原料であるプロピレンの反応特性が非常に重要

である。種々の構造を持つPd触媒上でのプロピレンの

反応特性を解明した。プロピレンは、Pd表面にπ型に

結合して、活性化されアリルアルコールへと変換するこ

とがわかった。また、活性水素は、表面水素ではなくサ

ブサーフェス水素であることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］Pd 触媒、エステル加水分解、活性水素

種、 

 
［研 究 題 目］炭素膜の研究開発とプロセス検討 
［研究代表者］吉宗 美紀（環境化学技術研究部門） 

［研究担当者］吉宗 美紀、原谷 賢治 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、アンモニアや有機ハイドライド（メチル

シクロヘキサン－トルエン）などの水素エネルギーキャ

リアからの高効率水素精製プロセスの実現のため、その

要素技術である水素分離用高性能炭素膜の開発、及びそ

れらを構成するための膜分離プロセスの最適化検討を実

施する。 

 メチルシクロヘキサン系水素分離用高性能炭素膜の開

発においては、製造条件の異なる炭素膜を作製し、本研

究の適用温度（100℃付近）での単ガス透過性能の評価

を実施した。トルエン（約0.6nm）は測定温度での蒸気

圧が低いなど取り扱いが難しいため、代替ガスとして

CF4（0.47nm）を使用した。その結果、不融化条件の

制御が性能向上に有効であり、いくつかの製造条件にお

いて、H26年度の目標値である水素パーミアンスと1段

分離での目標回収純度達成の目安となる水素/CF4選択

性＞300000を得ることができた。 

 膜分離プロセスの開発では、基準ガスから水素の回収

率90%以上、残留トルエン0.3ppm 以下の目標を達成す

る3形態の3段プロセスを検討し優劣を比較した。その結

果、供給段＋濃縮側2段の3段プロセスが最も高効率であ

ることが分かった。それを基に、PSA 吸着法より省エ

ネルギーである所要動力原単位レベルを0.22kWh/Nm3

（H2）と仮定し、膜の理想分離係数と回収濃度の関係

を算出した。残留トルエン0.3ppm 以下を達成出来る理

想分離係数は110であることが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］化学プロセス、膜分離、炭素膜 
 
［研 究 題 目］バッチ式内部熱交換型蒸留システムの実

用化開発 

［研究代表者］遠藤 明（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］遠藤 明、片岡 祥（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 バッチ式蒸留による溶剤からの脱水プロセスを対象と

して、蒸留と吸着を組み合わせることによる省エネ化の

可能性を検討した。昨年度までの検討により、親水性ゼ

オライトが吸着剤として有力な候補であることが判明し

ているが、今年度は流通プロセスによる脱水の可能性に

ついて検討を行った。 

 イソプロパノール（IPA）-水系、NMP（N-メチル-

2-ピロリドン）-水系のいずれにおいても、A 型ゼオラ

イトは良好な破過曲線を示した。すなわち、吸着塔出口

における初期水分量は、工業プロセスにおけるスペック

である0.1wt%を下回り、かつシャープな立ち上がりを

示した。また、1wt%の水分を含んだ IPA を1m3吸着脱

水で処理する場合、約60kg のゼオライトがあれば切り

替えなしに1バッチ分処理が可能であることもわかった。 

 これらの結果およびシミュレーション結果を融合させ

ることにより、吸着による脱水プロセスとバッチ式

HIDiC とのハイブリッド化による省エネルギー性向上

の可能性を山形大学とともに検証した。バッチ蒸留と吸

着を組み合わせる場合、吸着ユニットを導入する位置は

複数の可能性が考えられるが、ここでボトムベッセルの

先に吸着ユニットを取り付け、脱水した IPA をボトム

ベッセルにすべて戻すこととした。その結果、吸着ユニ

ットへのフィード量を300kg/h としたときには、45%以

上のエネルギー消費量低減とプロセス時間短縮が実現可

能であることが判明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ナノ多孔質材料、吸着、脱水、バッチ式

蒸留 
 

［研 究 題 目］セロビオースリピッドの紐状ミセル形成

とその実用に関する研究 
［研究代表者］井村 知弘（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］井村 知弘、森田 友岳、廣瀬 雄基 

（常勤職員2名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 幅広い産業で汎用される界面活性剤のバイオベース化

と高機能化を目指して、微生物によって再生可能資源か

ら量産されるバイオサーファクタント（BS）の開発を

行った。本研究では、特に酵母により量産される糖型

BS の一種であり、疎水部の両末端に親水部を持つ双頭

型のセロビオースリピッド（CL）に着目した。 

 再生可能資源を活用した発酵プロセスにより、CL を

量産した後、水溶性を向上するため、そのナトリウム塩

（CLNa）を得た。各種濃度の CLNa 水溶液を調製し、

試験管倒置法によりその最小ゲル化濃度（MGC）を求

めたところ、CLNa はごく微量の添加（0.5wt%）で水

溶液をゲル化することを見出した。また、得られたゲル

の動的粘弾性の温度依存を評価したところ、40℃付近に

おいて、貯蔵弾性率（G′）および損失弾性率（G′）が

急激に低下することも明らかになった。また、CLNa
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アクアゲルの凍結割断レプリカ法による透過型電子顕微

鏡（FF-TEM）観察により、水中における CLNa の特

異なゲル形成には、その紐状の三次元集合体が寄与して

いることが実証された。 

 日和見感染症を引き起こす真菌に対する抗菌活性と、

低濃度での特異なアクアゲル形成能を併せ持つ、新しい

スキンケア素材としての CL の実用が期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］バイオサーファクタント、酵母、アクア

ゲル 

 
［研 究 題 目］高性能アンモニア分解触媒の開発 
［研究代表者］藤谷 忠博（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］藤谷 忠博、中村 功、高橋 厚 

（常勤職員3名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究では、アンモニアをエネルギーキャリアとする

社会の構築や実現に向けた、その利用に関しての物質・

エネルギー変換の基盤技術開発を目標とするもので、具

体的には、アンモニアから効果的に水素を取り出すため

の触媒や化合物の開発を行う。熱平衡状態においては、

高温かつ低圧条件でアンモニアの分解が促進されるが、

常圧では、400℃以上であれば、熱平衡的には大部分の

アンモニアの分解が可能である。しかし、ルテニウム

（Ru）を用いた従来の触媒反応では、100%のアンモニ

ア分解活性を得るためには600℃程度の高温が必要とな

るため、反応温度の低温化が重要な課題となる。本研究

では、Ru 表面で進行する触媒反応の反応素過程を in-
situ 解析手法を活用して、詳細に解析し、反応の律速

過程や Ru 触媒における活性種について解明する。その

結果、Ru を酸化マグネシウムに担持する際に、共沈法

で調製することで、500℃以下でもほぼ平衡値に達する

アンモニア分解活性を示すことを明らかにした。また、

触媒活性も安定していることも見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］アンモニア、触媒、水素製造 

 
［研 究 題 目］アンモニア合成とプロセス解析（科学技

術振興機構（JST）） 

［研究代表者］金 賢夏（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］金 賢夏、高木 英行、難波 哲哉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 再生可能なエネルギーを利用した中小規模の分散型に

適した革新的アンモニア製造技術を開発し、10トン／日

規模の基盤技術の確立を目標とする。アンモニアは水素

の貯蔵・長距離輸送に適したエネルギーキャリアとして

注目されており、従来のハーバーボッシュ法より穏やか

な条件下で運転可能な新しいアンモニア合成技術の開発

を目指した。平成25年度は触媒開発において各種金属成

分を担持した触媒を調製し、特殊反応場におけるアンモ

ニア生成の活性評価を行った。反応条件としては原料と

なる水素と窒素の組成比、流量（流通式、大気圧）、及

び反応温度の影響について検討を行いアンモニア合成に

適した反応条件を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ハーバーボッシュ法、アンモニア合成、

触媒、水素キャリア 

 
［研 究 題 目］活性酸素表面処理装置の開発と医療用減

菌器への応用 

［研究代表者］野田 和俊（環境管理技術研究部門） 

（研究代表機関：岩崎電気（株）） 

［研究担当者］野田 和俊、古川 聡子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

従来困難であった短時間での手術器具滅菌を可能とす

るフラッシュ滅菌器、ならびに医療用内視鏡の滅菌処理

を可能とする滅菌器にターゲットを絞り、比較的小規模

クラスの医療機関でも利用しやすい汎用性の高い滅菌器

の開発を目的とし、現場の真のニーズを十分に把握しな

がら、医療機器認証の取得、事業化を前提とした基礎シ

ステムの確立を目指す。今までの基本技術を活用し、医

療器具の滅菌処理に関して、処理時間の短縮・最適化と

処理状況を可視化するシステムの開発を行うことで、従

来の滅菌器が抱えていた課題である環境への負荷、人体

への悪影響等を大幅に低減することが可能となる。 

滅菌器内でリアルタイムオンライン測定を可能とする

モニターシステムとして、外乱の影響を減少させる方法

として同一基板上に測定電極と参照電極の機能を1つの

素子で対応可能な検知部を試作し、基本動作特性を確認

した。 

活性酸素インジケータ（カートリッジタイプ）の開発

としては、センサ検出部のみを任意の必要な箇所の滅菌

器・バック等へ個別に取り付け安全性のダブルチェック

と利用範囲を拡大するカートリッジタイプの基本検知特

性を明らかにした。取り扱いが容易な基板型としての専

用カートリッジ方式で、各種環境下での特性を明らかに

した。また、この応用例として、ロガータイプについて

も試作化を行った。 

従来の QCM（水晶振動子を利用したセンサ）法をベ

ースとし、多孔質薄膜にラジカルスピントラップ試薬を

担持させた検出薄膜について、選択的にトラップ可能な

ラジカルスピントラップ試薬の有無を調査し、その特性

について検討を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］センサ、活性酸素、水晶振動子、ケミカ

ルセンサ、プラズマ 

F081  
［研 究 題 目］エレクトロスプレー反応場を利用した繊
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維・紙加工技術の開発 

［研究代表者］脇坂 昭弘（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］脇坂 昭弘、小原 ひとみ 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 繊維・紙の抗菌・染色加工法として、加工薬剤溶液へ

の浸漬法が広く用いられている。しかし、大量の廃水や

乾燥エネルギーによる環境負荷が大きいこと、小ロット

多品種生産への適応が困難なこと、色調・濃淡の高度な

調整が困難なこと等の問題によって、新興国に対する産

業競争力を発揮することが困難な状況が続いている。本

研究では、エレクトロスプレー法を適用し、高機能・高

品質加工が可能で廃水を出さない加工技術の開発を目指

して以下の研究開発を行った。 

(1) エレクトロスプレー法によって生成した正・負に帯

電した極微小液滴間の静電力によって両液滴を混合し、

液滴内の極微小体積内で化学反応させる技術を利用し

て、銀イオン源の硝酸銀溶液と銀イオンの還元剤とな

るアスコルビン酸溶液を極微小液滴内で混合し、抗菌

性の高い銀ナノ粒子を液滴内で合成し、そのまま紙の

表面に付着させることができる抗菌加工用試作機を製

作して、抗菌加工が可能なことを実証した。 

(2) 糸に対する染色・抗菌加工を可能にするために、糸

を塩水や水道水に浸してわずかな導電性を付与するこ

とで、エレクトロスプレーを糸に効率よく集束させる

技術を開発した。これにより、一本の糸上で染色の濃

淡や色を変えることが可能になり、環境負荷低減と高

度染色加工が可能になった。また、糸に還元剤のアス

コルビン酸水溶液を浸み込ませて電導性を付与し、硝

酸銀溶液をエレクトロスプレーすることにより、糸上

で銀イオンが還元されて銀ナノ粒子が生成し、強い抗

菌力を発揮することを確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］エレクトロスプレー、繊維加工、染色、

抗菌 

 
［研 究 題 目］繊維導電性加工に用いる金属ナノ粒子分

散液の量産化技術開発 

［研究代表者］脇坂 昭弘（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］脇坂 昭弘、小原 ひとみ 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 正・負エレクトロスプレーをヘキサンなどの低誘電率

液体中で対向させることにより、正・負に帯電した微小

液滴を静電力によって衝突・混合させ、微小液滴内で化

学反応を起こさせる「液中エレクトロスプレー反応場技

術」をシーズ技術として、金属ナノ粒子分散液を大量合

成し、繊維の導電性加工等へ応用することを目的とし

て、①10nm 以下の金属ナノ粒子合成条件の最適化、②

室温3ヶ月ストック可能な金属ナノ粒子分散液の濃縮イ

ンク化技術の開発、③金属ナノ粒子による繊維の導電性

加工技術の開発、④繊維以外の用途を想定した複合ナノ

粒子合成技術の開発を行う。今年度は、①の金属ナノ粒

子の合成条件について検討し、例えば銀ナノ粒子につい

て、硝酸銀溶液と還元剤のヒドラジン溶液の混合効率を

高めることにより、未反応の銀イオンが減少し、収率を

向上させることに成功した。これにより銀ナノ粒子分散

液の量産化技術が確立し、繊維導電性加工試験が可能に

なった。また、本研究成果は、プリンタブルエレクトロ

ニクス分野で求められている金属ナノ粒子分散液の合成

法へも応用が可能であることから、今後、現在の

200mL の合成スケールを10L 程度へスケールアップす

ることを検討する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］エレクトロスプレー、ナノ粒子、電導性

加工 

 

［研 究 題 目］土壌中 VOC の太陽光による無害化処理

を可能とする光触媒式パッシブリアクタ

ーの開発に資する光触媒材料調製 

［研究代表者］根岸 信彰（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］根岸 信彰（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、VOC 汚染が理由で未利用となっている

土壌汚染地区（放棄地）を太陽光のみでランニングコス

トを生じることなく浄化する光触媒式パッシブリアクタ

ーを開発することを最終目標とし、その達成に必要な以

下の暫定目標を本研究で目指した。すなわち、1）ppm
レベルのトリクレンを晴天下の太陽光強度で最終的にほ

ぼ100%近く CO2へと酸化処理できる光触媒構造体の検

討を行うこと、2）トリクレンなど含塩素化合物の光触

媒分解に伴い生成する塩酸の影響を調べ、その対策を検

討することである。この結果、アセトアルデヒドに関し

ては UV 強度1mW/cm2でもほぼ100%CO2への酸化処理

が可能なことを示した。トリクレンに関しては、CO2変

換率よりさらに応用的な除去率で評価し、太陽光強度に

ほぼ匹敵する4mW/cm2の UV 光強度において参照触媒

である P25に匹敵する処理性能を達成することができた。

また、トリクレンの除去効率は1～3回目の実験で平均

71.7%、その触媒の洗浄後の4～6回目の実験で平均

70.2%であった。この数値の違いはほぼ誤差範囲内であ

り、触媒活性低下は水洗浄で殆ど低下しないことを見出

した。また、反応の繰り返しによる塩酸蓄積の影響もほ

ぼ全く見られないことを確認された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒・土壌汚染・VOC・トリクレ 

ン・パッシブ浄化 

 
［研 究 題 目］微量元素の挙動解析のための熱分解／ 

誘導結合プラズマ質量分析装置 
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（Py/ICP-MS）の開発 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、中里 哲也、佐藤 浩昭、

重田 香織（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 分析試料加熱時における、微量元素の挙動を調べるた

めの解析装置、および高温反応を利用した分析装置を提

供するため、試料を加熱するための熱分解炉（Py）
と、元素を検出するための高周波誘導結合プラズマ質量

分析計（ICP-MS）とをオンラインで結合した Py/ICP-
MS 装置を開発する。①Py への試料導入法に関して、

分析成分によっては液体試料を容器に直接注入すると熱

分解されるものがあったため、不活性化された石英ウー

ルに含浸させることができるように試料容器を改良し

た。これらの改善点を二次試作機に反映させることとし

た。②Py/ICP-MS 用のインターフェースの開発につい

ては、ICP-MS のトーチにヒーターを内蔵させることに

より、分析成分の凝縮を抑え、分析の妨害となる微粒子

や金属粉が発生しない清浄な条件での加熱を可能とし、

検出下限を低下することができた。二次試作機に向け

て、共同研究先とインターフェース構造に関して打ち合

わせを重ね、コンパクトで加熱効率に優れたインターフ

ェースの構造を考案した。また、③Py/ICP-MS 装置の

実用性評価に関して、実試料として気化温度が既知のポ

リスチレン樹脂を分析し、予想された昇温プロファイル

が得られることから、Py およびインターフェースの適

切な加熱ができていることを確認した。また、金属試料

（はんだ等）中のスズの分析感度を評価し、十分な感度

が得られることを確認した。更に、水銀およびメチル水

銀を分析する方法として、フェニル誘導体化を用いる方

法を検討し、気化温度の差から両成分を分離分析できる

ことを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］微量元素分析、挙動解析、質量分析、熱

分解炉 

 
［研 究 題 目］生体分子のセンシングデバイスへ応用可

能なマイクロ流路用金型の作製技術開発 

［研究代表者］鳥村 政基（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］鳥村 政基、愛澤 秀信、谷 英典、 

黒澤 茂、丹羽 修、栗田 僚二、 

加藤 大、高谷 勇介、薛 強 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 環境やライフサイエンスの分野では、種々の計測情報

を迅速簡便に取得し活用できる社会の構築が強く望まれ

ている。これまで、こうした計測情報は実験室や試験所

などに持ち帰って大型の機器分析装置を使って取得する

ことが常識であったが、近年は環境や医療のより現場に

近い場所で特殊な技能を必要とせず測定できるような技

術開発が課題となっている。これらの課題を解決する方

法として、片手に載る程度の大きさのマイクロ流路デバ

イス上で一連の計測が達成できるのではないか、という

ことで多くの研究開発が進められてきた。その結果、い

ろいろな項目を分析できるマイクロ流体デバイスが提案

されてきた。しかし、こうしたデバイスの量産化を考慮

した場合、その高い製造コストに課題が残されていた。 
 本研究では、分離や反応・検出といった計測機能を持

つ流路を刻んだ樹脂製のマイクロデバイスを量産するた

めの新たな金型作成技術を開発することを目標にしてき

た。民間企業と福島県ハイテクプラザとの共同研究を通

して、現在の汎用金型作成技術より迅速かつ安価に作成

できる技術の開発を重点的に進めてきた。 
 今年度は、環境中の化学物質の毒性を迅速に評価する

ための細胞チップのデザイン設計、ならびに生体内の疾

病マーカー分子等のセンシング機能を有するマイクロデ

バイスのデザイン最適化を進めた。いずれもマイクロデ

バイスの試作とその性能評価を繰り返すことで、より高

い性能のマイクロセンシングデバイスの構築を進めるこ

とができた。 
［分 野 名］環境・エネルギー、ライフサイエンス 

［キーワード］計測、診断、マイクロデバイス、金型 

 
［研 究 題 目］産業用 X 線照射装置の大線量冷陰極 X

線管の開発 

［研究代表者］鈴木 良一 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一、加藤 英俊 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ライフサイエンスやバイオテクノロジーの分野では動

物や植物に放射線を照射して放射線照射の効果を調べ、

医療や産業に役立てる研究がなされている。これらの実

験では、放射性同位元素は特別な管理が必要なため、電

源を切れば放射線が出ない X 線照射装置が様々な研究

機関で使われている。従来の X 線照射装置の X 線管は、

医療用の X 線管を転用したもので、熱陰極から出る電

子をターゲットの1点に照射して X 線を発生する X 線管

を用いているが、出力を大きくしようとすると回転ター

ゲットなど複雑な機構が必要になる。本課題では、電子

放出特性に優れたカーボンナノ構造体を用いて大面積大

線量照射が可能で、寿命も従来の X 線管を超える性能

の照射装置用 X 線管を開発することを目指している。 

 本年度は、2種類のリング状カーボンナノ構造体及び

それをセットするセラミック製の容器を試作し、リング

状のカーボンナノ構造体電子源を用いた X 線管の性能

を調べた。その結果、X 線照射装置用 X 線管として

3mA 以上の電流を安定して放出でき、X 線照射装置用

X 線管として使用可能な性能であることを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 
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［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、X 線照射

装置 

 
［研 究 題 目］鉄筋コンクリート用小型リアルタイム X

線非破壊検査装置の開発 

［研究代表者］鈴木 良一 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 住宅や建造物の損傷、耐久性の非破壊検査のニーズに

対して、従来の検査装置では、広範な検査範囲をカバー

するのは困難となっている。そこで、当所が開発したカ

ーボンナノ構造体電子源を用いた乾電池駆動小型高エネ

ルギーX 線装置のシーズと、高エネルギー加速器研究機

構が開発したリアルタイム X 線2次元検出器のシーズを

融合させた鉄筋コンクリート用小型リアルタイム X 線

非破壊検査装置を開発し、震災で被災した地域の復興を

促進させることを目的としている。 

 本年度は、カーボンナノ構造体電子源を用いた X 線

管を駆動するための高電圧発生回路などの開発を行い、

可搬型 X 線源として完成させるとともに、X 線源と高

エネルギー加速器研究機構が開発した2次元 X 線検出器

との間に鉄筋コンクリート試験体をおいて X 線の透過

試験を行い、X 線透過像を撮像できることを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、鉄筋コン

クリート、非破壊検査 

 
［研 究 題 目］光格子時計高精度比較のための高速制御

型光周波数コムの開発 

［研究代表者］洪 鋒雷（計測標準研究部門） 

［研究担当者］洪 鋒雷、稲場 肇、大久保 章 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、異種光格子時計の高精度比較に用いる高速

制御型光周波数コムの開発を目的とする。Sr、Hg、お

よび Yb 光格子時計の線幅転送を含む周波数比較のため

に、光コムとそれぞれの時計遷移波長のレーザ光とのビ

ートを観察する。さらに、それらのうちの一つに位相同

期可能な高速制御型光周波数コムを開発し、3×10-16@1s
の周波数安定度で光-光周波数比較を行うことを目標と

する。具体的には、光コムの光源となるフェムト秒モー

ド同期ファイバレーザの高速制御のために、励起レーザ

強度の高速制御系、および共振器長の高速制御のための

共振器内電気光学変調器を導入する。4つの光増幅ブラ

ンチを用意し、光コムの fCEO 信号、波長698 nm、1062 

nm、及び1156 nm のレーザ光とのビート信号を観察す

るための光学系を構築する。光コムを制御する二つの高

速位相同期系を構築し、同期のサイクルスリップ、測定

のカウントミスを極限まで減らすなど調整を行い、3×

10-16@1s の周波数安定度で光-光周波数比較を行う。

H25年度は、昨年度の準備に引き続き、上述した目標を

達成する。 

 繰り返し周波数は約68 MHz で、共振器内電気光学

変調器として、信頼性に優れるバルク型を採用した。各

アンプを製作し、広帯域化、ビート信号の検出確認、お

よび fCEO 信号とビート信号の位相同期の正常動作を確

認した。さらに、産総研の光コムとの比較により、基準

に対する相対線幅および相対周波数安定度を測定し、そ

れぞれ Hz 級、および10-15@1s を得た。相対周波数安定

度は目標よりやや悪かった。9月に理化学研究所に移設

した。その後、実験室環境の変化に対応するため、12月、

3月にそれぞれ調整、改良作業を行った。 

 数日間の連続稼働に耐え、コムの動作としては問題無

いと思われるので、今後は香取グループの要請に応じ、

調整などを行う。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、光周波数コム、光周波数測

定 

 
［研 究 題 目］美濃島知的光シンセサイザプロジェクト 

［研究代表者］洪 鋒雷（計測標準研究部門） 

［研究担当者］洪 鋒雷、大苗 敦、稲場 肇、 

保坂 一元、大久保 章 

（常勤職員5名） 
［研 究 内 容］ 

 光コムから『知的光シンセサイザ』へ進化させその利

用が爆発的に進められるためには、光源利用技術の進展、

およびギャップ分野の融合が必要である。本研究領域に

おいては、『知的光シンセサイザの開発』と『革新的応

用の開拓』の2つを並行・関連させながら実施する。 

 我々は「周波数極限化グループ」として当プロジェク

トに参加し、光源と制御手法の高度化と光コムのポテン

シャルを生かすための利用手法技術の開発、特に光コム

の高繰返し化、周波数制御法の高度化、究極の能力の解

明、小型化、デュアルコム分光、天文への応用を中心に

研究を遂行する。 

 本年度は、共振器長をできるだけ短く設計したモード

同期レーザのための共振器モジュール、外部共振器レー

ザ、アクティブ除震台、および赤外用光スペクトラム・

アナライザなどの実験機器を整備し、基礎検討を行ない

ながら次年度以降の本格稼働に備えた。また、応用の一

つである「デュアルコム分光計」の開発を行い、これま

でにない広帯域測定に成功した。さらに「天文コム」に

関しては、天文コミュニティとの共同研究を模索するた

め、関連しそうな研究者数人とコンタクトしたり、関連

ワークショップに参加したりするなどした。その結果、

天文分野でのコムのニーズを把握するとともに、国立天

文台、京都大学などのグループに我々の技術を知っても

らうことができた。さらに、岡山天体物理観測所との打
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ち合わせでは、実際に光コムを設置する計画を共同で進

めるに至っている。 

 絶対線幅狭窄化を目的とする周波数安定化レーザに関

しては、周波数安定度を向上させるために、低熱雑音光

共振器を用いた1.5 µm 帯狭線幅化レーザの開発に着手

した。 

 2台の光周波数コムを使うデュアルコム分光に関して

は、分光装置としての性能を向上させるために、相対線

幅の狭窄化を行った。産総研のコムの高速制御性を生か

して2台のコムを位相同期することで相対線幅を狭窄化

し、スペクトル帯域を100 THz 以上に拡大した。これ

は、これまで報告されている帯域10 ～ 20 THz を大き

く超えるものである。また、スペクトルは最短100 ms
程度で取得することが可能である。この広い帯域を生か

し、複数の分子ガスの複数の振動回転バンドを同時に観

測した。この成果は、未知のガスのリアルタイム成分分

析や、分子の振動回転エネルギーのダイナミクス研究な

ど、これまで観測できなかった現象を測定可能とするも

のである。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光周波数コム、光シンセサイザ、天文、

狭線幅レーザ 

 
［研 究 題 目］効果的な除染計画・評価のための放射

線・放射能測定装置の実用化開発 

［研究代表者］黒澤 忠弘（計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒澤 忠弘、齋藤 則生、加藤 昌弘 

（常勤職員3名） 
［研 究 内 容］ 

 福島県内では、除染が行われている地域もあるが、ま

だこれからとなっている市町村も多い。（飯館村など）

住民が帰還するためには、除住空間である敷地の空間線

量低減が重要となるが、低減させるために効果の高い除

染作業、領域をあらかじめ推定することが必要である。

また、地中のセシウムの深度分布が容易に測定できれば、

過剰な除染による廃棄物を出さずに減容することができ

る。これにより、限られた予算の中で、効率的、効果的

に除染を行うことが可能となる。また現在行われている

除染作業についても、一部手抜き工事などが発覚してお

り、除染が広範囲に行われるようになれば、これらの問

題が多発することになる。 

 本研究では、光子エネルギースペクトル測定器を用い

て、新しく開発した信号処理技術を付加することによっ

て、地中における放射能の深度分布、また空間における

被ばく線量寄与の要因と汚染域の推定が行える放射線・

放射能測定装置の実用化開発を目的としている。本年度

は汚染域の距離推定のために実際のフィールドにおける

測定が必要となるため、福島県内においていくつかのポ

イントを回り、実証可能な場所の選定を行った。また福

島県内において土壌のサンプリングを行い、実際の深度

分布測定の実証実験を行うことができる場所の選定を行

った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］γ線、除染、スペクトル解析 

 
［研 究 題 目］国家標準にトレーサブルなコヒーレント

周波数リンクの創生とそれに基づいたテ

ラヘルツ周波数標準技術の系統的構築 

［研究代表者］稲場 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 光波と電波の周波数境界に位置するテラヘルツ

（THz）帯（ 1011 Hz（ 100 GHz）～ 1013 Hz（ 10 

THz)）は、これまで良質なレーザ光源や高感度検出器

が無かったため、唯一残された未開拓電磁波領域とされ

てきた。近年のレーザ励起 THz 波や THz 量子カスケード

レーザを始めとした各種 THz 要素技術の進展により研究

開発が加速しているが、超高速・大容量無線通信や非破

壊検査といった産業分野での利用が具体化し始め、THz
帯電磁波の計量標準（周波数、パワーほか）の整備が世

界的に急がれている。特に周波数については、電磁波の

最も基本的な物理量の一つであると同時に最も高精度に

発生・計測可能な物理量であり、THz 技術の根幹をな

す標準として強く望まれている。本研究では、電波領域

（DC～10 GHz）や光波領域（200～600 THz）と同等

な周波数の不確かさを THz 周波数でも実現するため、

電波・光波・THz 波という3つの異なる周波数帯を、光

周波数コム（光コム）を利用して精密にリンクする。こ

の周波数リンクによって、電波や光波領域における充実

した周波数標準群の不確かさを THz 領域に分配し、SI
基本単位の1つである時間（秒）の国家標準にトレーサ

ブルな三種の THz 周波数標準技術（THz コム走査型分

光計、THz シンセサイザ、THz スペクトラム・アナラ

イザ）を確立する。 

本研究プロジェクトで開発したデュアル THz コム分

光法は、マイクロ周波数標準に位相同期したデュアル・

フェムト秒レーザの利用によって達成される極めて高い

分光性能が特徴であるが、企業も含めたユーザからは、

市販されているフリーランニング（非安定化制御）状態

のフェムト秒レーザを用いて同様なことが出来ないかと

いう問い合わせも多い。そこで、このような要求を実現

可能な手法として、近年、デュアル光コム分光の分野で

注目されているアダプティブ・サンプリング法

［Nature Communications 5, 3375, 2014］をデュア

ル THz コム分光法に導入するための研究開発を行った。

デュアル THz コム分光法は、超高周波のため直接的な

周波数計測が困難な THz コムを、周波数間隔のわずか

に異なる2台の THz コムを用いることにより、周波数ス

ケールをダウンスケーリングし、RF 帯で直接観測する

手法であると言える。アダプティブ・サンプリング法で
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肝となるのは、アダプティブ・クロックの生成であり、

そのためにはデュアル THz コムのコム間ビート信号を

抽出する必要がある。そこで、本年度はデュアル THz
スペアナを用いて、THz 帯コム間ビート信号を抽出し

た。一方で、将来的にスペクトル線幅がサブ Hz 級の

THz コムを達成するため、光周波数コムの高速制御化

および狭線幅化を行っているが、本年度は狭線幅化され

た可視～近赤外波長域の光周波数コムを用いた線幅転送

技術の確立、および波長578 nm にある171Yb 原子の時

計遷移（6s2 1S0 - 6s 6p 3P0）の観察を行った。その結

果、世界で初めて光周波数コムを用いた線幅転送による

光時計の時計遷移分光に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光周波数コム、モード同期レーザ、モー

ド同期ファイバレーザ、テラヘルツ 

 
［研 究 題 目］音楽を中心とした類似度可知化情報環境

の実現と全体統括 

［研究代表者］後藤 真孝（情報技術研究部門） 

［研究担当者］後藤 真孝、栗原 一貴、濱崎 雅弘、

中野 倫靖、吉井 和佳、深山 覚 

（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、創作支援技術と鑑賞支援技術を研究開発す

ることで、音楽や動画のようなメディアコンテンツの創

作や鑑賞を誰もが能動的に楽しめる社会や、過去のコン

テンツに敬意を払う文化、感動体験重視型のコンテンツ

文化の実現を目指している。そのために、コンテンツを

豊かで健全に創作・利用する「コンテンツ共生社会」の

確立に向けた研究開発に取り組み、コンテンツ間の類似

度を人々が知ることができる（可知化する）情報環境を

実現する技術基盤を構築する。 

5年半計画の3年目である平成25年度は、前年度までに

取り組んできた鑑賞支援技術を発展させ、Web 上の音

楽コンテンツの関係性を可視化する音楽視聴支援サービ

ス「Songrium（ソングリウム）」（http://songrium.jp） 

を実現し、平成25年8月には一般公開とともに実証実験

を開始して、その研究成果をプレス発表した。Web マ

イニング技術および音楽理解技術に基づく Songrium
により、動画共有サービス（ニコニコ動画、YouTube）
上の音楽動画約60万件の関係性を抽出し可視化すること

で、ユーザは多様な関係性を手掛かりに楽曲や派生作品

と出会うことが可能になった。また、平成24年度にプレ

ス発表した能動的音楽鑑賞サービス「Songle（ソング

ル）」（http://songle.jp）を拡張し、登録楽曲を約6000曲

から約60万曲に大規模化させ、実世界デバイス制御にも取り

組んだ。さらに、時系列的に変化する複雑な混合音を自動

理解する研究において、無限半正定値テンソル分解

PSDTF という優れた音源分離品質を持つ技術を実現した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音楽情報処理、音響信号理解、音楽コン

テンツ類似度、音楽インタフェース 

 
［研 究 題 目］メガソーラーの最適運用システムの開発 

［研究代表者］村川 正宏（情報技術研究部門） 

［研究担当者］村川 正宏、河西 勇二、岩田 昌也、

高橋 栄一、鈴木 綾子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 メガソーラーでは一部のパネルの不具合（故障や汚れ

等）が、他の多数の正常なパネルの発電低下を引き起こ

す可能性がある。しかし、メガソーラー向けに太陽電池

パネルの不具合を安価に検出する手段や、コストを考え

た最適なパネルクリーニング方式はまだ確立されていな

い。そこで本研究では、これまで研究開発を行ってきた

家庭用太陽光発電のための電力線通信を用いた安価なモ

ニタリング技術を、メガソーラー向けに改良する。加え

てモニタリング結果に基づき不具合要因を自動診断し、

経済性まで加味する最適クリーニング方式の開発を行う。 

 2年計画の1年目となる平成25年度は、既設の太陽光発

電システムに対して追加設置可能な、ストリング単位

（直列接続されたパネル1列）でのモニタリング通信子

機のプロトタイプを開発し、微小電圧（最小0.3V）・大

電流（最大10A）に対応できることを確認した。また、

プロジェクトの参画企業と連携し、メガソーラーに当該

子機を104台設置し、太陽光発電状況のモニタリングを開

始した。クラウドサーバー上に、モニタリングデータが

収集・蓄積され、ストリング単位の電流量をグラフによ

り可視化することが可能となった。 

 不具合診断に関しては、産総研太陽電池パネル実証実

験において取得した発電データを用い、我々が開発した

不具合自動診断アルゴリズムの有効性を検証した。具体

的には、これまでに収集・整理したモニタリングデータ

について、ROC（Recover Operating Characteristics）
を指標とするグラフを作成し、疑似欠陥の検出精度、過

検出率の評価を行い、異常値の突合せ作業を行った。そ

の結果、90%以上という高い認識精度を確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］メガソーラー、メンテナンス、不具合自

動診断、PLC、クリーニング 

 
［研 究 題 目］病理画像のがん検出ソフトウェアの開発 

［研究代表者］坂無 英徳（情報技術研究部門） 

［研究担当者］坂無 英徳、村川 正宏、高橋 栄一、

野里 博和、曲 佳、胡 尓重 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

昨今の医師不足やがん患者の増大により、検査や診断

において医師や医療従事者に対する負担が急速に増大し

ており、「検診の最適化・高度化・定量化」や「確定診
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断の精密化・効率化」に資する検査装置の実現が喫緊の

課題となっている。そこで、本研究では、高度な画像認

識技術を活用し、医師の診断を強力に支援するために病

変候補部位の高精度検出ソフトウェアを開発し、病理診

断分野における実用化を目指す。 

2年計画の1年目となる平成25年度は、高効率な特徴量

抽出するための色指標局所自己相関特徴を用いて、がん

を含む胃生検の顕微鏡画像を高精度に判別するプログラ

ムを作成した。染色ムラの影響を低減するための画像処

理、多様な形態的特徴を区別するための判別手法、画像

解析システムのパラメータを自動調整する手法などの要

素技術の改良を行った。胃生検の顕微鏡画像（正常

（Group1）:200枚、がん（Group5）:432枚）を対象と

した異常検出実験において、弊所従来法では感度78.7%
（340/432）・特異度85.5%（171/200）であったところ、

感度93.7%（405/432）・特異度92%（184/200）まで向

上した。また、同プログラムの処理速度を試算し、検出

精度向上のために精密な特徴抽出を行った場合でも、約

20億画素のバーチャルスライド画像を最終目標である30

分以内に処理可能である見通しを得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］画像認識、病理診断 

 

［研 究 題 目］化学的アプローチによるセルロースから

の乳酸合成および誘導体化 
［研究代表者］富永 健一 

（触媒化学融合研究センター） 
［研究担当者］富永 健一、根本 耕司、藤谷 忠博、

高橋 厚（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本課題では、セルロースからの乳酸合成および乳酸

脱水によるアクリル酸合成について、それぞれ実用化に

必要なレベルにまで技術を向上させ、セルロース系バイ

オマスからのアクリル酸合成プロセスの基盤技術を確立

することを目的としている。糖からの乳酸エステル収率

70%、セルロースからの乳酸エステル収率68%、実バイ

オマス（木粉）からの乳酸エステル収率54%を達成する

触媒を開発し、それぞれ3回以上の触媒リサイクルを実

現した。また、乳酸/乳酸エステルよりアクリル酸収率

60%、耐久性36h の性能を持つ触媒を開発し、いずれも

プロジェクトの目標値をほぼあるいはそれ以上のレベル

で達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］バイオマス、触媒、乳酸、アクリル酸 

 

［研 究 題 目］ジャトロファからの高品質輸送用燃料製

造・利用技術（非食糧系バイオマスの輸

送用燃料化基盤技術） 

［研究代表者］葭村 雄二 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］葭村 雄二、後藤 新一、濵田 秀昭、 

鳥羽 誠、小熊 光晴、村田 和久、

杉本 義一、匂坂正幸、西嶋 昭生、

望月 剛久、陳 仕元、阿部 容子、

堀江 裕吉、佐村 秀夫 

（常勤職員6名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、タイとの国際共同研究の中で、非食糧系

バイオマスとして注目されている Jatropha 果実の総合

利用効率を高めるため、オイル留分からの高品質バイオ

ディーゼル製造技術、並びにオイル抽出残渣の熱分解か

ら得られるバイオオイルの輸送用燃料化技術の開発を行

うと共に、各種バイオ燃料の燃焼特性、エンジン特性、

排ガス特性等から新燃料の社会実装に向けた基盤を構築

する。更に、タイ国研究者への技術指導等を通し、タイ

国研究者の自立に向けた能力開発も併せて推進する。本

年度は、以下の検討を行った。 

 Jatropha オイル留分からの高品質バイオディーゼル

製造技術では、エステル交換用新規固体触媒として、水

分や遊離脂肪酸への耐久性を有する硫酸官能基型 SBA-
15触媒を開発した。一方、バイオディーゼル（FAME）

中の多価不飽和脂肪酸メチルを主として単価不飽和脂肪

酸メチルに変換させた部分水素化 FAME(H-FAME と

呼称)は、酸化安定性等に優れるが、H-FAME 製造用水

素化触媒の寿命に課題があった。触媒の耐久性向上の検

討を行った結果、触媒担体表面部に Pd を担持し、反応

系に微量酸素を共存させることで長寿命化を達成できた。

Jatropha 残渣の急速熱分解によるバイオオイル製造で

は、電気集塵器による熱分解タール蒸気の回収率向上を

図ると共に、触媒存在下でのバイオオイル製造を行った。

シリカ／アルミナ比≧22.5の Beta ゼオライト触媒が高

い芳香族炭化水素選択率を示すこと、また、使用済み触

媒の再生利用も可能であることを見出した。製品バイオ

オイル中の芳香族炭化水素含有率は、触媒存在下の熱分

解の方が高かった。 

バイオオイルの輸送用燃料化技術では、疑似バイオオ

イルとして用いた木質タール（緩速熱分解油）の2段階

改質法の検討を行い、1段目の脱酸素反応ではスラリー

床触媒反応器を用いたバイオオイル100％の処理が有用

であり（生成油中の酸素含有量～10質量%）、2段目の改

質反応では固定層触媒反応器を用い、バイオイルと石油

留分を混合処理するコプロセッシングが有用であること

を見出した。 
当該事業で開発した Jatropha 油由来の H-FAME は、

材料適合性、エンジン特性及び排出ガス特性の面から、

従来型 FAME と同等の特性を示すが、各 FAME 成分性

状のエンジン燃焼特性を予測し、燃焼条件の最適化につ

なげるためのシュミュレーションコードを整備した。更

に、Jatropha H-FAME の LCA 評価を行うと共に、

Jatropha 残渣からの燃料製造については、各種環境カ
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テゴリへの影響、それらの環境への負荷低減に寄与する

項目を定量的に明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］非食糧系バイオマス、ジャトロファ、第

二世代バイオ燃料、接触熱分解、バイ

オオイル、改質触媒、コプロセッシン

グ、エンジン適合性、環境適合性、

LCA 

 
［研 究 題 目］非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤

技術 

［研究代表者］葭村 雄二 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］葭村 雄二、後藤 新一、濵田 秀昭、

鳥羽 誠、小熊 光晴、村田 和久、 

杉本 義一、匂坂正幸、西嶋 昭生、 

望月 剛久、陳 仕元、阿部 容子、 

堀江 裕吉、佐村 秀夫 

（常勤職員6名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、タイとの国際共同研究の中で、非食糧系

バイオマスとして注目されている Jatropha 果実の総合

利用効率を高めるため、オイル留分からの高品質バイオ

ディーゼル製造技術、並びにオイル抽出残渣の熱分解か

ら得られるバイオオイルの輸送用燃料化技術の開発を行

うと共に、各種バイオ燃料の燃焼特性、エンジン特性、

排ガス特性等から新燃料の社会実装に向けた基盤を構築

する。更に、タイ国研究者への技術指導等を通し、タイ

国研究者の自立に向けた能力開発も併せて推進する。本

年度は、以下の事業を実施した。 
Jatrpha オイル留分からの高品質バイオディーゼル製

造技術では、タイ国科学技術研究院（TISTR）に設置

したバイオディーゼル（FAME）製造パイロットプラン

ト（1.0ton/day）を用いた運転研究を行い、遊離脂肪酸

含有量の高い Jatropha 油から EN 規格等を満たす

FAME が製造できることを確認した。また、製造され

た FAME の更なる高品質化を図るため、含有不飽和結

合が低減した部分水素化 FAME（H-FAME と呼称）を

製造した。一方、FAME 中の含有リン量については、

更なる低減を目指し、Jatropha 油の酸脱ガム条件の最

適化を行った。 
前述のパイロットプラントから製造された H－

FAME については、その燃料の社会実装を目指すため、

タイ国内で実車試験を行い、H-FAME の自動車燃料適

合性を評価した。H-FAME を石油系軽油に10容量%混

合した混合燃料（B10）を用い、ピックアップトラック

による50,000km の走行試験を行った結果、H-FAME
を混合した B10燃料が従来の石油系軽油と同等に、車輛

等の改造なしに利用可能であることが実証された。 
 Jatropha 残渣からのバイオオイル製造では、TISTR

設置の流動層型熱分解炉パイロットプラント（残渣処理

量：20kg/h）の安定運転に向け、スクリューフィーダ

ーの改良、タール蒸気回収用の電気集塵器の設置等を行

い、運転研究を実施した。今後、スクリューフィーダー

の仕様変更や水冷ジャケットの取り付け等を行い、当該

パイロットプラントの更なる安定運転を目指す予定であ

る。 
 タイ国研究者の人材育成では、日本側から11名（うち

産総研10名）の専門家派遣を行い、タイ側研究機関での

パイロットプラント運転研究指導や各関連研究に係る技

術指導を現地で行うとともに、バイオディーゼルの高品

質化、急速熱分解によるバイオオイル製造技術、LCA
の分野で15名（うち産総研13名）のタイ側研究者を受け

入れ、本邦での技術指導を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］非食糧系バイオマス、ジャトロファ、第

二世代バイオ燃料、接触熱分解、バイ

オオイル、改質触媒、コプロセッシン

グ、エンジン適合性、環境適合性、

LCA 

 
［研 究 題 目］ゼロから創製する新しい木質の開発 
［研究代表者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］光田 展隆、坂本 真吾、戸部 文絵、 

桑澤 明子（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では合成生物学的観点から新しい､有用形質を

備えた木質を植物に合成させ､バイオ燃料やバイオリフ

ァイナリー原料に適した植物を開発する｡具体的には木

質を形成しない変異体（nst1 nst3二重変異体）をベー

スに糖化しやすい形質を備えた木質を人工的に構築する

技術をまずはモデル植物（シロイヌナズナ）で開発し、

それを木本モデル植物（ポプラ）に調整、適用して糖化

しやすい木質を持つ植物を開発する。これまでの実験結

果などから、nst1 nst3二重変異体の表現型を回復させ

るのに有望と考えられる転写因子を､すでに77種類個別

に導入した。また、全転写因子からすべてのサブファミ

リー、サブグループを網羅するように代表遺伝子300種

類を選抜し、30遺伝子ずつまとめて導入した。個別導入

系統のうち21遺伝子について、細胞壁含量や酵素糖化性

を中心に評価し、細胞壁含量では野生株比で35%増加す

る系統を得た。今年度は、同系統を作成するのに使用し

た遺伝子が、野生株バックグラウンドでも約40%細胞壁

含量を増強できることを明らかにした。そこで、これを

さらに改変したコンストラクトを11種類ポプラに導入し

た結果、これまでのところ、ポプラ幼木において野生株

比で約25～50%の細胞壁含量の向上を達成することがで

きた。また、今年度はさらに多くの転写因子についてシ

ロイヌナズナにおける評価を行い、新たに約30種類の転

写因子がなんらかの指標において nst1 nst3二重変異体
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の表現型に回復傾向を付与できることがわかった。これ

らの中には細胞壁中の特定の成分のみを合成するものも

みつかっており、今後の展開が期待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］植物、ゲノム、木質、バイオエタノール、

発現制御、遺伝子、バイオマス 
 
［研 究 題 目］水生根圏微生物の培養技術開発と根圈微

生物ライブラリーの構築 
［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］玉木 秀幸、鎌形 洋一 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 水生植物はその根圏に多様な未知微生物を内包してお

り、そこには互いの成長を支え合う『水生植物－根圏微

生物共生系』が成り立っている。本研究では、この水生

植物とその根圏微生物との共生系を開拓するとともに、

それらを巧みに活用することにより、革新的な高次植生

バイオプロセス技術の創成を目指している。特に、本研

究では、有効な未知微生物探索技術を駆使して、多様な

水生植物種の根圏環境から未知微生物を可培養化し、新

しい根圏微生物ライブラリーを構築するとともに、水生

植物の成長を促進する新たな微生物（PGPB: Plant 
Growth Promoting Bacteria）の取得を目的とするもの

である。今年度は、多様な水生植物の根圏ならびに葉圏

から、系統学的に新規性の高い多様な微生物を新たに60

株以上を収集・取得し、それらを「水生植物微生物ライ

ブラリー」に収録、保存した。現時点において、本ライ

ブラリーには、門レベルや綱のレベルで新規な根圏微生

物等を含む50属60種以上の水生植物関連微生物が保存さ

れている。次に、昨年度までに確立したスクリーニング

技術を用いて、PGPB の探索を実施した。その結果、

昨年度までに見出した3種の PGPB に匹敵する成長促進

効果を示す PGPB を新たに6株取得することに成功した。

これらの PGPB は、無菌コウキクサを用いた評価系に

おいて、コントロール（微生物無添加系）に比べて2倍

以上高い成長促進効果を示した。これまでに見出した

PGPB のうち、特に植物成長促進効果が高い4株につい

て、詳細な成長促進効果を確認したところ、2株につい

てはクロロフィルの増大効果があることも明らかになっ

た。これら4株はいずれも既存の PGPB よりも高い植物

成長促進効果をもつことから、これら4株については特

許微生物登録を行うとともに、植物成長強化微生物とし

て特許を出願した。現在、さらに、これら4株の PGPB
を中心に、植物の成長促進メカニズムの解明を鋭意進め

ている。 

［分 野 名］ライフサイエンス・環境・エネルギー 
［キーワード］水生植物、水質浄化、植生浄化、未知微

生物、根圏微生物、16S rRNA 遺伝子、

分子系統解析、未知微生物 

 
［研 究 題 目］分子マトリクス電気泳動を活用した高性

能 POCT デバイスの創出 

［研究代表者］松野 裕樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］松野 裕樹、飯竹 信子、新間 陽一 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 分子マトリクス電気泳動（Supported Molecular 
Matrix Electrophoresis, SMME）とは、ポリフッ化ビ

ニリデン（PVDF）等の多孔性の疎水性膜を支持体とし、

その内部に吸着形成させたポリビニルアルコール等の親

水性ポリマーマトリクスを分離担体とする膜電気泳動法

である。本研究では、POCT（point-of-care testing）
デバイスの新しいコア技術の創出を目指して、SMME
によるアフィニティ電気泳動（Affinity-SMME）の開

発およびその高度化に取り組んだ。Affinity-SMME で

は、タンパク質などのアフィニティプローブ（あるいは

リガンド）を PVDF 膜に疎水的に吸着固定できるため、

膜上の任意の位置にそれらを局所配置できる。この特徴

を活かし、ターゲット分子の膜電気泳動上での抗体サン

ドイッチ検出法の開発を行い、糖タンパク質標準品を用

いて実証した。また、確立した方法を CRP 等の血清中

微量糖タンパク質の分離検出に応用し、現場即時分析法

としての技術の可能性を探った。一方、POCT デバイ

スでは、全血試料による測定が求められる場合がある。

そこで Affinity-SMME による全血試料の直接分析につ

いても検討し、動物血液をモデルとして血漿成分の分離

導入を試みた結果、問題なく分析できることが判明した。

これらの成果は、新しい検査デバイスの開発において有

用な知見になると共に、研究用ツールとしての応用も期

待できる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電気泳動、親和電気泳動、糖鎖、レクチ

ン 

 
［研 究 題 目］グライコシンターゼの安定性向上のため

の改良  

［研究代表者］千葉 靖典（生物プロセス研究部門）  

［研究担当者］千葉 靖典、小松崎 亜紀子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］  

 我々は、メタノール資化性酵母 Ogataea minuta よ
り糖鎖加水分解酵素 Endo-Om の遺伝子をクローニング

した。Endo-Om はグライコシンターゼ活性を有し、二

分岐複合型糖鎖に対する比活性は市販の Endo-M の約

10倍と高い値を示した。一方で、Endo-Om は低塩濃度

での安定性が悪く、様々なタンパク質に糖鎖を高効率に

転移させるためには低塩濃度でも安定である酵素が望ま

れている。そこで、この酵素の改良、精製、諸性質の確

認を行なうことにより、従来を上回る機能を有した酵素
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を提供することを目的とした。  

 エンド -β -N-アセチルグルコサミニダーゼ

（ENGase）に属する酵母由来の Endo-Om と Endo-
Cp のドメインシャフリングを行い、Endo-Om の N 末

端側と Endo-Cp の C 末端側を有するキメラ酵素

（Endo-OmCp）を作出した。同酵素を His-tag で精製

し、二分岐複合型糖鎖切断活性を有することを確認した。

比活性を測定したところ、Endo-Om とほぼ同等の活性

を示した。また NaCl の濃度が0.1M 以下でも凝集を起

こさず、高マンノース型糖鎖に対する基質特異性、至適

pH、至適温度に関しては Endo-Om とほぼ同じであっ

た。糖鎖切断反応やグライコシンターゼ反応の際に影響

しない程度の濃度で保存できることから、優れた特性を

持った酵素を作出することに成功した。さらに変異を導

入することにより糖鎖の転移に特化したグライコシンタ

ーゼ様酵素の作出を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス    

［キーワード］β-N-アセチルグルコサミニダーゼ、グ

ライコシンターゼ、酵母 

 
［研 究 題 目］ガーネット型酸化物電解質材料の創出 

［研究代表者］秋本 順二 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］秋本 順二、木嶋 倫人、片岡 邦光 

（常勤職員3名） 

［研究内容］ 

本研究では、酸化物系材料を固体電解質として使用す

る全固体酸化物型リチウムイオン電池の実現のため、ガ

ーネット型リチウムイオン伝導他の特性改善のための新

規材料探索を行うとともに、粒界抵抗低減のための粉体

の粒径制御技術、緻密成型体の作製技術の開発を実施す

る。具体的には、室温で10-4S/cm 程度のイオン伝導性

が報告され、また広い電位窓が可能であることから有望

な材料候補とされている立方晶 Li7La3Zr2O12（LLZ）を

凌駕するような Zr 系、Ta 系材料について、新規材料探

索、粒径制御技術の確立、低温合成技術の確立を目指す。 

本年度は、ガーネット型酸化物材料の新規材料探索の

ため、LLZ 以上のイオン伝導性を有することが報告さ

れている Li6.5La3Zr1.5Ta0.5O12について、固相反応法を

適用した粉体試料の合成を行い、仕込み組成と比べ、や

や Ta-rich 側に組成ずれしたほぼ単一相の合成に成功し

た。また、Li-La-Zr-O 系における新規相の結晶構造・

物性の解明を進め、立方晶相に近いイオン伝導性を確認

した。さらに、粒界抵抗低減のために、立方晶

Li6BaLa2Ta2O12の低温合成技術の検討を行い、金属アル

コキシドを原料として用いた湿式合成法を適用した試料

合成を行った。また、難焼結性かつ粒界抵抗が大きいガ

ーネット型材料の欠点を克服する目的で、粉砕処理によ

り粒径制御した立方晶 Li6BaLa2Ta2O12粉体試料を原料

として、緻密成型体の合成条件の検討・試作を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  
［キーワード］固体電解質、ガーネット、リチウムイオ

ン伝導体、ジルコニウム、タンタル、リ

チウムイオン電池、全固体二次電池、蓄

電デバイス 

 
［研 究 題 目］住環境向け色素増感型アンビエント太陽

電池の研究開発 

［研究代表者］廣瀬 伸吾 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］廣瀬 伸吾、明渡 純、江塚 幸敏、 

荒川 さと子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

炭素などの不純物の混入の制御を積極的に利用して、

成分の同定や混入量と変換効率との相関を調べた。その

結果、粒子間の炭素の混入は変換効率の差異が見られず、

大きな影響を与えていないことがわかった。一方、ITO
膜表面の炭素含有物を除去することで光電変換効率の向

上が見られたので、炭素不純物の影響があることが確認

できた。 

また、原料前処理による色素吸着率向上を目指して、

プレ染色カプセル化粉末を作製し、それを用いた AD 成

膜を行った結果、プレ染色と同様の配色の膜が形成され、

FE-SEM による表・断面観察により、10µm 膜厚の多孔

質膜が形成されていることが確認できた。 

以上の研究開発を通じて、JST A-STEP ステージゲ

ート評価を受けて、新たにシーズ育成タイプへステップ

アップすることができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］色素増感型太陽電池、エアロゾルデポジ

ション、多孔質膜、微粒子 

 
［研 究 題 目］住環境向け色素増感型アンビエント太陽

電池の研究開発 

［研究代表者］廣瀬 伸吾 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］廣瀬 伸吾、明渡 純、江塚 幸敏、 

荒川 さと子（常勤職員2名、他2名） 

［研究内容］ 

 成膜パラメータ中で被処理基板差異に影響される因子

の特定のため、SEM や nA レベルでの AFM 評価、臨

界荷重 mN レベルでの微小スクラッチ評価などの測定

により基板間差異を明らかにするために、導電 AFM を

用いて表面の凹凸構造および導電性測定同時測定を行っ

た。表面抵抗が12Ω/□の ITO/PEN 基板では、導電性

の良い部分はグレイン高低差を反映しており、500nA
のチップ電流が得られたが、表面抵抗が300Ω/□では、

導電マップ測定が困難であることがわかった。この良好

な ITO/PEN 基板を用いて AD 成膜を行い、SEM 観察

を行ったところ、成膜初期の段階では大径粒子も解砕さ
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れて微細化するが、成膜が進行するにつれて大径粒子が

そのままの形状で膜表面に滞在していくことがわかった。

ITO/PEN 上の AD-チタニア膜に対する微小スクラッ

チ試験では、臨界荷重が最高となる58.9mN とガラス基

板上と同等のものが得られた。 

 次に、複数ノズルから噴射されたエアロゾル粒子の干

渉による予期せぬ箇所への堆積を防ぐため、粒子法によ

る流体シミュレーションによるノズルから基板へのガス

流れの可視化を行った。まずは、一つのノズルを用いて、

酸素ガス2L/min、成膜室圧力を80Pa として計算すると、

ノズル内で流速が落ちる箇所では粉末が溜まりやすくな

っていることから、シミュレーションで経験的に体験し

ている現象が説明できている。また、基板に衝突したガ

スは20～30度の角度範囲で反射しており、これが複数ノ

ズルでの成膜に影響を及ぼす流れを示していることがわ

かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］色素増感型太陽電池、エアロゾルデポジ

ション、多孔質膜、微粒子 

 
［研 究 題 目］アルミナ膜コーティングによる耐摩耗性

を強化した産業用ロール製造技術の開発 

［研究代表者］瀬渡 直樹 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］瀬渡 直樹、明渡 純（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

産業用ロールには高い耐摩耗性が要求されているが、

硬質耐摩耗膜としてよく用いられている硬質クロムめっ

き膜では性能不足な面が多々出てきている。一方、アル

ミナ膜は硬質クロムめっき膜よりも硬質で化学的にも安

定であるため、より高い耐摩耗性や化学的安定性が期待

できる。そして、AD 法はアルミナ膜を常温で様々な基

板上に作れるが、成膜中のピーリング発生による成膜不

良率の高さが量産の妨げになっている。そこで本開発で

は、ピーリングの発生原因を追究し、抑制方法を適用す

ることで製膜成功率を量産レベルに向上させて量産を目

指す。本年度は次の3項目の検討を行った。 

1.アルミナ膜の摩擦係数や耐摩耗性の評価 

2.粉の管理湿度と圧粉体の発生の関連の研究 

3.中型産業用ロール生産機のプロトタイプの開発 

アルミナ膜は硬質クロムめっき膜に比して摩耗がほと

んどなく、摩擦係数もアルミナ膜はクロムめっき膜より

も低いことが確認された。また、ピーリングの直接の原

因である圧粉体の発生と湿度の関係が明確になり、良好

な加工には加工前のアルミナの管理も重要である事がわ

かった。一方、これらの研究・分析結果から得られた知

見は、生産機のプロトタイプ開発に応用しているところ

である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］AD 法、アルミナ膜、ピーリング抑制技

術、産業用ロール、量産技術 

 
［研 究 題 目］表面テクスチャリングを用いた抗菌表面

の開発 

［研究代表者］中野 美紀 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］中野 美紀、三宅 晃司 

（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

一部の植物感染糸状菌（Magnaporthe oryzae など）

では、発芽菌糸が付着した固体の表面特性に応答して、

発芽菌糸先端から器官分化が誘導されることが知られて

いる。しかし、表面のどのような特性が菌の器官分化機

構に影響するかは未だに明らかになっていない。そこで、

固体表面の微細形状が菌の接着に及ぼす影響を調べるた

めに、高感度な表面認識システムを持つ M. oryzae を

モデル菌として使用し、主要な環境汚染菌についても接

着への影響を検証した。基板としては、微細形状のサイ

ズ・形状の制御を容易に行えるシリコンを用いた。サイ

ズと形状の効果を詳細に検討するため、菌の大きさを基

準として、フォトリソグラフィおよびドライエッチング

によりシリコン基板表面に微細形状加工を行った。この

微細加工表面を用いて、M. oryzae および主要な環境汚

染菌の表面への接着と微細形状の相関について検討した

ところ、菌の接着が微細形状のサイズ・形状に影響され

ることがわかった。さらに、菌の種類によって表面微細

形状への接着阻害の影響が異なることがわかった。この

研究は、独立行政法人農業生物資源研究所・植物・微生

物相互作用研究ユニットと共同で行ったものである。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］表面微細形状、糸状菌、シリコン、器官

分化、フォトリソグラフィ 

 
［研 究 題 目］電磁超音波による鋳造製品の非接触内部

欠陥検査 

［研究代表者］西村 良弘 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］西村 良弘、鈴木 隆之、福田 勝己 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

近年、インフラや化学プラントの事故が時々報告され

ている。シェールガスなど化学プラントにおいては遠心

鋳造による鋳鋼パイプが使用されているが、鋳造品の欠

陥検査はその複雑形状や凸凹表面形状のため、超音波探

傷が困難でほとんど行われていないのが現状である。こ

れらの検査法の確立は社会の安心安全にとって必須であ

る。 

研究計画： 

近年の高性能磁石の登場や信号処理能力の向上によっ
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て電磁超音波探傷法は S/N が向上し、凸凹表面からで

も非接触で試料内部に超音波を注入することができる。

鋳造鋼管実物の問題点、高減衰、凸凹表面、曲面形状に

ついて、内部欠陥を検出できる最適なプローブを検討す

る。 

進捗状況： 

本年度は、当研究グループで開発した高度損傷評価装

置への高周波アンプの組み込みソフト開発、波形処理プ

ログラムの作製、インピーダンス解析および周波数ピッ

チを変えた電磁超音波プローブの設計製作の他、

ASTEM 規格の欠陥を有する試験片を作製し、特殊なピ

エゾプローブの適用などで問題点の抽出を行った。今後

もピエゾプローブとの性能比較を行いながら、信号検出

方法の改良、プローブ最適化を行っていく。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］電磁超音波、非接触非破壊検査、化学プ

ラント、鋳造製品、インフラ、信号処理 

 
［研 究 題 目］リチウム空気二次電池の基盤技術開発／

セラミックスセパレータ技術の開発 

［研究代表者］藤代 芳伸 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］藤代 芳伸、濱本 孝一、山口 十志明 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

水系リチウム空気二次電池のデバイス化基盤技術確立

を目的とし、水系空気二次電池のセル構築とその利用環

境での高いリチウムイオン伝導性と負極材料への酸素ガ

スの拡散を抑制し、且つ、セル作製でのスタック構造の

実現を可能とするリチウムイオン伝導性セラミックス固

体酸化物型電解質等の材料・製造技術の開発を計画とし

て進めた。その結果、今年度は、リチウム伝導性が高く、

耐水性の高い LATP 等のリチウムイオン伝導性酸化物

材料にて、セル作製に必要なガスシール性や機械的強度

の達成とセラミックスシートの緻密化に不可欠な組織制

御技術を開発し、固体電解質材料の粒子制御技術や熱処

理条件等のプロセス条件を最適化した。具体的には、産

総研で開発している高いリチウムイオン伝導率を示す 

LTAP（Li1+x+yTi2-xAlxSiyP3-yO12）系固体電解質セラミッ

クスシートについて、高密度・高強度化を実現するため、

焼結特性を改善する添加材に関する探索を行った。その

中で、LTAP と同じ菱面体晶系の NASICON 型結晶構

造を有する LCZP（Li1.1Zr1.9Ca0.1(PO4)3）材料が LTAP
よりも焼結性が良く、LTAP と共焼成を行っても完全に

固溶することなく、良好な化学的親和性を示すことを明

らかにした。さらに、リチウムイオン伝導率が高く、電

位窓が広いリチウムイオン電解質材料として知られてい

るガーネット型結晶構造を有する LLZ（Li7La3Zr2O12）

系について、緻密で大型の電解質シートを得るための検

討を行い、正方晶及び立方晶 LLZ 粉末それぞれを出発

原料とした均質で大型のグリーンシートの作製に成功し

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］次世代蓄電池、セラミックス電解質、電

気化学、エネルギー部材製造技術 
 

［研 究 題 目］酵素の耐熱性向上を実現するメソポーラ

スジルコニア担体の開発 

［研究代表者］加藤 且也 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 且也、中村 仁美、 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、酵素のサイズに最適化されたメソポーラ

スジルコニア（NPZ）上に、熱に対して不安定な酵素

であるホルムアルデヒド脱水素酵素（FDH）を固定化

し、その触媒特性と安定性向上の効果について明らかと

することが目的である。昨年度、MPZ に固定化された

酵素 FDH は、その活性度および熱安定性が大きく上昇

することが分かった。本年度は、MPZ に固定化された

酵素の高次構造の変化について、FT-IR や CD を用いて

解析を行った。その結果、MPZ に固定化された酵素の2

次構造は、溶液状酵素やメソポーラスシリカ（MPS）
固定化酵素と比較して、大きく変化していた。これは、

MPZ 粒子構造や表面電位が、MPS 粒子とは異なってい

るために、表面に物理吸着した酵素の構造が変化し、そ

の変化が、活性度の上昇、つまり Km の減少となった

と結論付けられる。また、40℃、40分の加熱後の酵素の

2次構造の変化も上記と同様に測定したところ、MPS 固

定化酵素は、大きな構造変化が観察されたが、MPZ 固

定化酵素は、加熱前の構造とほとんど変化が見られなか

った。これらの結果から、MPZ に固定化された酵素は、

初期の吸着状態では溶液状の酵素の構造とは異なり、構

造を変化させて吸着固定化されているが、加熱された場

合においても、ジルコニアの持つ材料の特性により、固

定化された構造を変化させず、その活性を維持すること

が可能であることが分かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ジルコニア、酵素、メソ多孔体、活性、

安定性 

 

［研 究 題 目］高周波化に対応した低誘電損失コンポジ

ット基板材料の開発 

［研究代表者］今井 祐介 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］今井 祐介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

情報処理・通信分野において近年利用が進められてい

る高周波帯で、高機能誘電体デバイス用材料として用い

るための有機ポリマー／無機誘電体フィラーコンポジッ
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ト基板材料を開発する。マトリックスポリマーとして、

ポリプロピレン（iPP）およびシクロオレフィンポリマ

ー（COP）を用いた。誘電性フィラーとしては、高結

晶性酸化マグネシウム（MgO）および六方晶窒化ホウ

素（hBN）を検討した。MgO については、粒子サイズ

の異なるものを用い、粒径依存性についても検討した。 

MgO、hBN のいずれをフィラーとして用いたコンポ

ジット材料も、低誘電率・低誘電損失特性を得られるこ

とを確認した。特に、MgO フィラーにおいて、粒径の

大きなものを用いると、フィラー含有量を増大させても

誘電正接が増大傾向を見せず、むしろ減少する挙動が現

れた。粒径の大きな粒子を用いることで、表面の寄与を

減らし、フィラー材料自身の特性を発現することができ

たものと考えられ、誘電体コンポジット開発を行なう上

で重要な知見である。 

hBN は板状の粒子形状を有し、特性も異方性を示す。

異なる成形方法を活用して、hBN フィラーのコンポジ

ット中での配向状態を制御した試料を作製したところ、

板厚方向の熱伝導率や熱膨張率をフィラー配向により向

上することが可能であることを確認した。 

COP をマトリックスポリマーとして用いることによ

り、iPP と比べて力学特性等に優れ、誘電率の温度係数

も改善することができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］高周波、誘電体、酸化マグネシウム 

 
［研 究 題 目］新規固体酸化物形共電解反応セルを用い

た革新的エネルギーキャリア合成技術

（キャリアファーム共電解技術）の開発 

［研究代表者］藤代 芳伸 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］藤代 芳伸、山口 十志明、鈴木 俊男、

申 ウソク、赤松 貴文、嘉藤 徹、 

門馬 昭彦、田中 洋平、山地 克彦、

岸本 治夫、竹村 文男 
（常勤職員11名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

二酸化炭素（以下、CO2）および水蒸気の高効率共電

解セルの作製技術および電解性能評価技術の要素技術開

発を目的とし、650-800℃で作動する円筒形電解セルの

試作および作動条件の確認を実施する計画で研究を開始

した。その結果、今年度は、一酸化炭素（以下、CO）

の危険性に留意し、ガス供給設備および生成ガス組成分

析システムを整備し、CO2および水蒸気を共電解した際

の試作セルの電解特性を計測してシミュレーションモデ

ルとの対応を検討した。共電解セルについて、電極支持

管の多孔質構造を制御することで、高い水蒸気雰囲気で

のガス流体の拡散性能を安定化することができた。プロ

トン導電系電解質を用いた電解セルについては、Ba
（CeZr）O3系の材料にて電極支持管を押出成形し、ス

ラリーコートによる電解質塗膜と支持管との成膜共焼成

条件を1,300-1,350℃とすることで、加湿水素-加湿空気

ガス供給かつ350-600℃の運転条件にて発電および水蒸

気電解を両立する電気化学セルの作製プロセスを開発し

た。また、電解セルスタック試作に必須の接合シール材

として、銀ナノ粒子が高分散したガラス材料開発を検討

した。この材料は、ガラス内に銀粒子が分散して存在し、

焼成による接合後も高分散状態を保持する。そのため、

銀粒子とガラス粉末を混合した従来技術のシール材より

も銀含有量を5wt%程度減少させても良好な電子伝導性

を有することを明らかにした。また、接合材の導電性評

価システムを構築し、接合材の電気特性を評価できる環

境を整えた。また、高温水蒸気電解および高温共電解試

験を行った試作電解セルの解体分析を開始し、劣化に関

するデータ収集を行った。ラマン分光法等による分光学

的構造解析から、Y2O3添加 ZrO2（以下、YSZ）を電解

質とする電解セルでは、YSZ 電解質層内に結晶相変態

などの劣化要因は見られなかった。一方、Sc2O3添加

ZrO2（以下、ScSZ）を電解質とする電解セルでは、

ScSZ 電解質の空気極側で、空気極成分の拡散に起因す

ると思われる結晶相スペクトルの変化が確認された。ま

た、昇温還元および昇温脱離法により、電極触媒（Ni
サーメット）の酸化状態および表面吸着種の評価を開始

した。 

さらに、エネルギーキャリア合成条件の最適化に向け、

ゾル-ゲル法で調製した Cu-Zn/Al2O3触媒を用い、理想

的な電解合成ガス（CO、H2）からのジメチルエーテル

（DME）製造における二酸化炭素濃度の影響を調べた。

CO-H2のみの反応ガスの時が、660µmol/g-cat/h と、最

も DME を生成した。一方、CO2の濃度が増えるに従っ

て、DME 生成速度が大きく減少した（CO2 20%: 

327µmol/g-cat/h、CO250%: 197µmol/g-cat/h）。効率の

よい DME 生成のためには、CO2残存量の少ない電解合

成ガスを用いることが望ましいことが分かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］電気化学、物質変換デバイス、機能性セ

ラミック電極、エネルギー部材製造技術  

 
［研 究 題 目］廃熱発電を志向した導電性ナノキューブ

SrTiO3の合成とその熱電特性評価 

［研究代表者］杵鞭 義明 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］杵鞭 義明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

震災廃棄物として発生する可燃廃棄物からの廃熱は、

熱電材料を用いた直接エネルギー変換により電気エネル

ギーとして有効利用が可能であるため、熱電モジュール

を非常用電源等として役立てることが提案されている。

一方、実用化されている熱電材料は高温酸化雰囲気で不

安定であり、このような用途には適さないという問題が
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ある。そこで本課題では、各種熱電材料の中でも高温ま

で安定な酸化物 SrTiO3に着目し、さらに実用化に必要

な変換効率を達成するため「ナノキューブを基本構造と

した熱電素子」を開発することを目的とした。 

研究の結果、一般的なセラミックス熱電素子

（ceraTE）に比べると、ナノキューブを原料とした熱

電素子（nanoTE）は、フォノンの界面散乱効果により、

すべての温度範囲で大幅に熱伝導率が低下し、変換効率

の向上に有効であることがわかった。 

また nanoTE の熱起電力は、希土類ドーパントのイ

オンサイズの減少に伴い、絶対値が増加することが見い

だされた。これは ceraTE や単結晶では観察されない現

象であった。さらに nanoTE の熱起電力は絶対値が総

じ て 大 き く 、 Y ド ー プ nanoTE で は -900µV/K
（@800K）という巨大な値を示すことが明らかとなった。

nanoTE の原子結合状態をラマン分光により評価した結

果、立方晶ペロブスカイトには禁制である TO2および

TO4mode が観察された。これらの禁制モードの出現は

界面（粒界）近傍における構造緩和（立方晶から正方晶

への緩和）に起因するが、この禁制モードが希土類ドー

パントのイオンサイズの減少につれ消失していくことが

新たに分かり、界面近傍の結晶構造が、希土類サイズに

より系統的に変化することが示唆された。この希土類置

換効果を第一原理計算により検証したところ、確かによ

り小さな希土類元素ほど表面構造が緩和しにくいことが

裏付けられた。巨大な熱起電力はこのような表面構造の

変化に起因した界面効果と考えられた。 

しかしながら、nanoTE の熱電性能指数は電気伝導性

に課題が残り、実用化レベルには到達しなかった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］熱電発電、酸化物、ペロブスカイト、界

面効果 

 
［研 究 題 目］励起子サイエンス（有機太陽電池のため

のバンドギャップサイエンス） 

［研究代表者］吉田 郵司 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］吉田 郵司、原 浩二郎、甲村 長利 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、有機薄膜太陽電池の高性能化に向けて、

原理検証から高変換効率の達成まで行うものである。特

に、半導体のバンドギャップ理論からの理解を有機半導

体に適用し、バンドギャップサイエンスとして確立する。

研究項目として、励起子サイエンスの確立を分担してい

る。 

 本年度は、(i)励起子サイエンスの確立に適する高性

能な太陽電池素子の開発を目的とする新規低分子有機半

導体材料の開発と、(ii)双極子層挿入による電荷分離の

高効率化の2点に着目した。 

(i)に関して、高い電流密度と開放電圧を示す候補材

料として電子ドナー（D）、π電子共役系スペーサー

（π）およびアクセプター（A）を連結させた D-π-A 型

の分子構造を設計した。具体的には、ドナー部位（D）

として非常に強い電子供与性を有するカルバゾール骨格

を、アクセプタ―部位（A）として2-（3-oxoidene）
malononitrile（OM）骨格を採用し、π電子共役系スペ

ーサーにはチオフェン環にて D-A 間を架橋した材料を

合成し、この材料を用いた素子の発電特性を評価した。 

チオフェン環ユニットを1つ架橋した半導体分子を用い

た素子の太陽電池特性を測定した結果、高い Voc（0.94 
V）と Jsc（7.4 mAcm-1）を有するデバイスの作成に成功し

た。一方で、フィルファクタ（FF）は0.43程度に留まっ

てしまっているために、光電変換効率は最大で3.0%程

度にとどまっているが、薄膜作製条件やデバイス構造の

最適化により更なる性能向上が期待される。 

 (ii)について、分極層として、真空蒸着により大きな

分極を示す極性有機分子を導入した。真空蒸着による成

膜で分極を示すので、積層型素子構造のあらゆる層間に

挿入することが可能であるため、素子構造設計が自由に

構築できる利点がある。 

 亜鉛フタロシアニン（ZnPc）／フラーレン（C60）積

層型デバイスに対して、分極層の挿入場所によって発電

特性が大きく変化することを見出した。C60層の上に挿

入したときに、分極層の膜厚とともに Voc や Jsc が上昇

する傾向がみられ、その変化の機構を検証している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機薄膜太陽電池、有機半導体、分子設

計、双極子層、バンドギャップ 

 
［研 究 題 目］CZTS 系薄膜太陽電池の欠陥・界面・粒

界の評価および高性能化技術の開発 

［研究代表者］仁木 栄 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］仁木 栄、柴田 肇、反保 衆志 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の化合物薄膜太陽電池用材料として、希少金属

を含まないために安価に製造でき、かつ高い変換効率が

期待できる CZTS（Cu2ZnSnS4-xSex）が注目されてい

る。本研究の目的は、CZTS 薄膜および CZTS 太陽電

池の評価を行い、高品質な CZTS 薄膜や高性能な

CZTS 太陽電池を実現するための技術的な指針を明らか

にすることである。 

2013年度は、まず CZTSe の類縁物質である CTSe の

同時蒸着法による薄膜成長の研究を行った。得られた薄

膜の性質は薄膜堆積温度と Cu/Sn 組成比に大きく依存

することが確認され、結果として CTSe の単相が得ら

れる成膜条件を明らかにした。また得られた CTSe の

単相薄膜を用いて、エネルギー禁制帯・光吸収係数・伝
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導型・キャリアの濃度・移動度など CTSe の各種基礎

物性値を評価した。結果としてエネルギー禁制帯の値は

成膜温度に強く依存して0.84-2.1 eV の範囲で変化し、

正孔の濃度や移動度は Cu/Sn 組成比に大きく依存する

ことが明らかとなった。また、得られる CTSe の単相

の結晶構造にも、薄膜堆積温度依存性があることを見出

した。すなわち CTSe の単相の結晶構造は、薄膜堆積

温度が350℃以下においては（002）面が薄膜面に垂直な

方向に強く配向している単斜晶系の結晶構造であるが、

薄膜堆積温度が350℃以上においては無秩序に配向した

立方晶系の結晶構造であることが明らかとなった。 

また2013年度は、デバイスの評価を行うための基礎デ

ータの収集を行った。CZTS セルに対して室温フォトル

ミネッセンス（PL）測定を行った結果、高効率なセル

ではバンド端発光の PL 発光強度が強くなる事が判明し

た。言い換えるならば、バンド端発光の PL 発光強度は

太陽電池性能と相関がある。従って PL 法は高性能な

CZTS 太陽電池を実現するための指針の一つを与えるこ

とができる手法であることが明らかとなった。また時間

分解 PL 測定も行い、バンド端発光の発光寿命は非常に

短くて1ns 以下であり、またその値は太陽電池効率とは

強い相関を持たないことを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、化合物半導体、CZTS 
 
［研 究 題 目］PV 発電予測の不確実性評価および電力

系統シミュレーションによる評価 

［研究代表者］大関 崇 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］大関 崇、Joao Fonseca、大竹 秀明

（以上、太陽光発電工学研究センター）、

村田 晃伸、益田 泰輔（以上、エネル

ギー技術研究部門） 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、超大規模電力システムに対して、階層型

のモデル予測制御の枠組みの中で、系統側から需要家側

までの各層ごとの電力予測精度と最適性の関係に着目し、

予測値と配分値の時空間分解能に基づく電力最適配分制

御系の基礎理論を構築することを目的とする。これによ

り、太陽光発電を最大限利用し、調整用電源の燃料費お

よび CO2排出量を削減することで電力システムの経済

性、環境性を高めるとともに、需要家間での電力最適配

分によるコスト負担の公平性と過度な需要抑制を回避す

ることによる快適性を実現することを目指す。なお、提

案する理論は、需要を制御するインセンティブ等を加え

ることや、コミュニティレベルから系統レベルまでの異

なる規模を有する電力システムに適用が可能であり、各

階層レベルでの最適化手法自体の種類も問わないため、

来たるべき次世代電力ネットワークシステムの最適運用

に対して普遍的な枠組みを与えるものである。 

(1) PV 発電予測の不確実さによる系統運用シミュレー

ションへの評価 

 異なる時点における予測誤差の同時分布のモデル化

手法を検討し、予測誤差モデルを試作した。試作した

モデルを用いて、想定される予測誤差を織り込んだ予

測日射量カーブを1年分作成した。この予測日射量カ

ーブを使って、太陽光発電予測誤差が電力系統の需給

バランスに与える影響を系統運用シミュレーションに

よって評価した。 

(2) 日射予測値の信頼区間の推定や、気象庁局地モデル

（LFM）の日射量予測値の評価 

 気象庁メソモデル（MSM）から得られる日射量予

測値の誤差解析を行った。また、MSM の予測実績と

その誤差特性から予測値の信頼区間の推定を行った。

短時間予測に関しては、MSM を入力値に用いて、サ

ポートベクターマシンを利用した予測の検討を行った。

MSM を利用した3～5時間先といった当日予測は、前

日予測比で10%改善される結果を得た。また、LFM
の日射量予測値の解析を行った結果、LFM の日射量

予測値には秋から冬にかけての期間で、過大に予測さ

れる傾向があることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽光発電、エネルギー、環境、需給バ

ランス、エネルギーネットワーク、発電

予測 

 
［研 究 題 目］ヘテロエピタキシーを基盤とした高効率

単結晶有機太陽電池 

［研究代表者］宮寺 哲彦 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］宮寺 哲彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高効率有機太陽電池の実現のために高度に制御された

素子作製手法である「有機ヘテロエピタキシー」の開拓

により素子作製の基盤技術を構築する。新規結晶成長技

術を確立し、理想的な構造の太陽電池を作製することで、

有機半導体の基礎メカニズムを解明し、高効率化を実現

させることを目標とする。 

 自己組織化単分子膜をテンプレート層として亜鉛フタ

ロシアニンを成長させることで結晶性薄膜が得られるこ

とをこれまでに示してきている。新たに自己組織化単分

子膜上に亜鉛フタロシアニンと C60の共蒸着を試みたと

ころ、亜鉛フタロシアニンと C60の成長サイトが分離し

た相分離構造が得られることを明らかにした。高結晶性

と相分離構造を同時に実現したことで有機薄膜太陽電池

において理想的なバルクヘテロ構造が得られたと言える。 

本技術を用いることで太陽電池特性が1.85%から4.15%
と、約2.2倍向上することを示した。 

 大阪大学と共同研究を行い、有機発電層の高結晶化に
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よる電荷輸送効率の変化を解析するためにマイクロ波を

用いた光誘起電荷ナノダイナミクスを観測した。その結

果、高結晶化による太陽電池特性の向上はトラップの減

少によって生じていることを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機デバイス、太陽電池、結晶成長 

 
［研 究 題 目］大規模観測対象のためのワンショット形

状計測法の研究開発 

［研究代表者］佐川 立昌（知能システム研究部門） 

［研究担当者］河村 達也（エーエルティー株式会社）、 

竹川 祐介（エーエルティー株式会社）、

佐川 立昌、阪下 和弘 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

運動・変形する対象の形状計測は、人間の運動解析・

医療応用や、衝突実験による材料解析といった様々な応

用に有用である。これまでに、観測対象にパターン光を

投影し、1回の撮影でその瞬間の物体形状を計測する手

法（ワンショット形状計測）を研究し、高速に変形する

物体を高フレームレートで形状計測することを実現して

きた。本課題では、屋外において大規模・遠距離の観測

対象に対して高速・高密度な形状計測を実現するシステ

ムの開発を目的とする。提案するシステムが実現したあ

かつきには、建築物・地形、道路、遠方の人物のような

様々な応用が想定され、情報通信の利用・活用を支える

基盤技術として、社会に役立ち、新たな産業基盤を強化

することが期待される。平成25年度には、屋外など強い

外乱光下においてパターン投影を実現するために、レー

ザー光源を用いて高効率に強いパターン光を生成する技

術を研究開発した。高効率にパターン光を生成するのに

適した回折光学素子（DOE）を用いて形状計測用パタ

ーンを設計し、従来形状計測に用いていたビデオプロジ

ェクタと比べて小型かつ高出力のパターン光源を実現し、

また高密度にパターン投影を行うことにより、高密度、

高精細な形状計測を可能にした。遠距離、広範囲にパタ

ーン投影できることや、人工太陽灯を用いて外乱光下で

形状計測できることを確認した一方、強い直射日光下で

は不足している光量を改善するように光源の設計を見直

すことが今後の課題となる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高速3次元形状計測、ワンショット形状

計測、大規模形状計測 

 
［研 究 題 目］誤嚥性肺炎予防のための誤嚥リスク自動

評価装置の研究開発 

［研究代表者］小林 匠（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小林 匠、樋口 哲也、岩田 昌也、 

叶 嘉星（情報技術研究部門）、 

保手浜 拓也（健康工学研究部門） 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、誤嚥に起因した肺炎（誤嚥性肺炎）によって高

齢者の病死者数が年々増加している。誤嚥に関わるリス

クは、熟練医師の聴診によってのみ評価されているが、

その評価は医師によってバラツキがあり、熟練医師数も

少なく患者が平等に誤嚥リスク判定といったサービスを

受けることが困難であった。 

 そこで本研究では、骨伝導マイクを用いて患者の嚥下

行為を嚥下音響信号として計測し、音響信号認識技術を

駆使して音響信号のみから誤嚥性リスクを自動評価する

手法を開発した。本手法は、医師が行うリスク判定プロ

セスに習って自動判定を行う。つまり、医師は「侵入誤

嚥」と「咽頭残留」の二つの観点からリスク値を総合的

に判断するが、本手法においても、まず音響信号からそ

れら二つのサブリスク値を推定し、それらを統合して最

終的なリスク値を算出する。サブリスク値の推定におい

ては、信号から音響特徴を抽出し、抽出された特徴ベク

トルに対して識別器を適用する。ここでの識別器のパラ

メータは、実際に計測した嚥下音響信号とそれに医師が

与えたリスク値の組からなる多数の学習サンプルを用い

て最適化される。これにより医師のもつ潜在的な専門知

識をシステムに暗に組み込むことが可能となる。 

健常者及び嚥下障害が疑われる患者から計測した音響

信号に対して、開発した手法を適用しその誤嚥性リスク

を推定したところ、医師が与えた正しいリスク値と比較

して93%の正解率となり、目標であった正解率90％以上

の性能を達成することができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］嚥下、誤嚥、音響信号認識 

 
［研 究 題 目］高次局所自己相関を用いた掘削音からの

地質・地層変化検知 

［研究代表者］佐宗 晃（知能システム研究部門） 

［研究担当者］佐宗 晃、小木曽 里樹 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

福島第一原発事故以降、原発の再稼働が難しい状況に

おいて、石炭は、安定的かつ安価に確保可能であり、ま

たクリーンコーラルテクノロジの進歩と相まって、今後

のエネルギー計画で注目されており、より効率的な採掘

方法の確立が求められている。石炭の採掘工事では石炭

を露出させて掘り出すため、石炭層の上に載っている砂

岩層に孔を開けて発破している。しかし、両層の境界検

知が難しく、掘削し過ぎて石炭の露出が不調となるなど

の問題が起こっている。この問題を解決するためには、

掘削機のドリル先端位置において、地盤の地層変化を正

確に検知できる技術が求められている。 

従来の知見より、地層・地質が変化する少し前に掘削

音が僅かに変化し始めることが知られている。本研究課
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題では、高次局所自己相関（HLAC）を用いた、掘削音

の微小変化を手掛かりとする、地層・地質変化の検知装

置の実用化を目的とする。昨年度、この掘削音の微小変

化を高次局所自己相関（HLAC）により検知可能なこと

を確認した。これは、掘削開始直後の数秒間の掘削音を

基準音として学習し、それ以後は掘削音が基準音から相

対的にどれだけ変化したかを HLAC に基づいて数値化

することで実現している。本年度は、インドネシアの石

炭採掘場で収録した掘削音を分析し、石炭層境界の検知

が可能であることを確認した。また、地層・地質変化の

検知をリアルタイムで実行可能なシステムを試作し、掘

削機に搭載して、実際の掘削現場で試験運用を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］石炭、掘削、高次局所自己相関 

 
［研 究 題 目］感性に基づく個別化循環型社会の創造 

［研究代表者］江渡 浩一郎（知能システム研究部門） 

［研究担当者］江渡 浩一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

人それぞれが受動的消費者ではなく創造的生活者とな

る循環型の未来社会に向けて、人と社会における感性価

値の指標化、個人に変革をもたらす創造活動支援技術、

ディジタルファブリケーション技術を、密に連携して研

究開発する。これを制度設計も含めて社会に実装するた

めの仕組みを構築する。その中で、産総研は研究開発課

題「共創プラットフォームの社会実装に向けた調査研

究」を推進している。明治大学研究グループによる共創

プラットフォームに関する調査・研究と協調し、共創プ

ラットフォームを社会的に位置付けるための社会実装の

手法について調査・研究する。さまざまなものづくりの

拠点やオンラインでの共創プラットフォームが成長しつ

つあるが、それぞれの制度設計の違いを調査し、まとめ

る。利用者の創造性を促し、創造性の連鎖を発揮させる

ため手法、たとえばワークショップ、アンカンファレン

ス、ワールドカフェ、ビブリオバトルなどの仕組みにつ

いて調査を行なう。実際のものづくりの現場で異なる立

場の人を集めアイデアを出し合う手法について基礎的調

査を行なう。 

本プロジェクトにおいて世界中のさまざまな共創プラ

ットフォームを調査・研究しているが、特に日本独自の

共創プラットフォームの事例を調査し、価値を世界に知

らしめることは有用である。現在の日本における共創プ

ラットフォームとして、ユーザー参加型研究の実現を目

指す「ニコニコ学会β」の事例は世界に向けてアピール

する価値がある。そこで、「ニコニコ学会β」の取り組

みを起点に調査を行っている。対象として、ニコニコ学

会βの参加者、運営スタッフを想定する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ファブラボ、ニコニコ学会β、ユーザー

イノベーション、オープンイノベーショ

ン 

 
［研 究 題 目］新規廃棄物処分場の適地選定手法の構築 

［研究代表者］張 銘（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］張 銘、原 淳子、坂本 靖英 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 スリランカ国における廃棄物処分場の適正な管理およ

び対策技術の開発に資するため、相手国特有の技術的・

社会的・経済的条件を見出し、見出した条件に関するデ

ータを収集・整理する。それらのデータを総合的に分析

し、新規廃棄物処分場の適地選定のための総合的評価手

法を構築する。また、選定手順書を作成することによっ

て、相手国での利活用と普及を図る。 

 これまでに実施したスリランカ国中央州に対する調

査・解析に引続き、本年度は、同国南部州を中心に、入

手可能な基本的情報（表層地質、地形、河川、気象、土

地利用、交通及び住居等）の収集・整理を行うともに、

これらを用いた予備的解析を行った。具体には、GIS
解析と環境リスク評価を組み合わせ、特定地域を対象と

した廃棄物処分場立地に関するリスクマップを作成した。

また、スリランカ国における新規廃棄物処分場を選定す

るためのマニューアル（案）を作成し、今後相手国関連

機関と連携し、同国における廃棄物処分場の計画・管

理・汚染防止ガイドを作成するための基本資料となった。

さらに、相手国関連機関の研究者に対して、技術情報の

提供を行うとともに、解析技術などに関する技術研修を

実施した。 

 今後、相手国関連機関との連携を深め、同国における

廃棄物処分場の計画・管理・汚染防止ガイドの完成と実

用化に向けた調査研究を進めていく予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］土壌汚染、リスク評価、廃棄物処分、ス

リランカ、地理情報 
 
［研 究 題 目］強誘電体と機能性酸化物の融合による不

揮発ナノエレクトロニクス 

［研究代表者］山田 浩之（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］山田 浩之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 強誘電トンネル接合、すなわち強誘電超薄膜をバリア

層にもちいたトンネル接合においては、室温において巨

大な不揮発抵抗スイッチング現象が観測されており、次

世代不揮発メモリのデバイス原理として注目を集めてい

る。特に、上部電極として単体金属、下部電極として伝

導性酸化物をもちいた強誘電トンネル接合においては、

良好な不揮発抵抗スイッチング機能が報告されているが、

そのメカニズムは十分には解明されてない。本研究課題

の主要な目的の一つは、その動作原理を解明し、不揮発

メモリ機能を向上させる指針を得ることである。H25年
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度研究においては、最も典型的な強誘電体である

BaTiO3をバリア層とする強誘電トンネル接合を、さま

ざまな電極層を用いて系統的に作製し、電気特性および

強誘電性の評価からスイッチング特性の特徴を明らかに

した。その結果、単体金属（上部電極）との接合界面で

ある BaTiO3の最表面が BaO もしくは TiO2であるかに

よって、抵抗スイッチング特性、とくに強誘電分極の方

向と、高・低抵抗状態の対応関係が異なることを見出し

た。このことから、抵抗スイッチングにおいて障壁高さ

が変化しているのは主に単体金属と BaTiO3の界面であ

り、強誘電体の表面状態の制御がデバイス特性の高機能

化にむけて重要な key issue であるとの指針を得た。 
今後の予定としては、詳細な光電子分光および解析をお

こない、強誘電体の終端表面構造が具体的にどのような

役割を果たしているのかを微視的に解明する。またシリ

コン上の強誘電トンネル接合の作製に応用に向けた機能

開拓も展開する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］不揮発性メモリ、強誘電体、遷移金属酸

化物、抵抗スイッチング 

 
［研 究 題 目］鉄系超伝導体の高 Tc 化指針の確立と純

良単結晶、多結晶試料を用いた超伝導特

性評価 
［研究代表者］永崎 洋（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］永崎 洋、伊豫 彰、鬼頭 聖、 

竹下 直、吉田 良行（電子光技術研

究部門）石橋 章司、三宅 隆（ナノ

システム研究部門）、後藤 義人、 

藤久 裕司（計測フロンティア研究部

門）、李 哲虎（エネルギー技術研究部

門）（常勤職員10名） 
［研 究 内 容］ 
本研究は、実用材料化の観点から鉄系超伝導体のポテ

ンシャルを明らかにするとともに、同物質を用いた応用

プロトタイプを試作することをその目的とする。H25年

度も昨年に引き続き、高品質の多結晶、単結晶試料作製

技術をベースとして、超伝導線材の作成している。鉄系

超伝導体（Ba, K）Fe2As2を対象とした線材を、PIT 法

を用いて試作し、プロセスの最適化を行うことによって

2T の磁場中での臨界電流密度 Jc~6000A/cm2を達成した。

これらの研究で得られた成果を学会発表・論文発表によ

って報告した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］超伝導、高温超伝導、鉄系超伝導体、単

結晶、輸送送特性、臨界電流密度 
 

［研 究 題 目］高感度使い捨てチップ、および、スマー

トデバイスを用いた小型バイオセンシン

グシステムの開発 

［研究代表者］福田 隆史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］福田 隆史、江本 顕雄、瀬崎 文康、

野口 尚美、小林 知子 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、従来のイムノクロマト法と同等の簡便性

と酵素免疫アッセイ法並の高感度性を兼備する非標識検

出を実現すべく、局在プラズモンを利用した超高感度・

小型バイオセンシングシステムの開発に取り組んだ。そ

の結果、以下の2つの成果を得た。１）使い捨てチップ

作製技術の確立と性能検証：樹脂フィルム上へのチップ

作製を実現し、実用化に向けた生産性やユーザーの安全

面や廃棄容易性につながる成果を得た。２）検出装置の

革新：乾電池駆動・スマートデバイス端末制御によるパ

ームトップポータブル検出システム、および、電子カル

テとの連携を模擬したサーバー-クライアントシステム

（プロトタイプ）の構築に成功した。今後、病院でのポ

イントオブケアテスティング・在宅診断・開発途上国で

の現地医療への展開に向けて実用化を進める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］高感度使い捨てチップ、局在プラズモン、

スマートデバイス、小型バイオセンシン

グシステム、サーバー-クライアントシ

ステム、ポイントオブケアテスティング、

在宅診断、現地医療 

 
［研 究 題 目］ニオブ系鉛フリー圧電セラミックス材料

の電子デバイス実用化への検証 

［研究代表者］王 瑞平（電子光技術研究部門酸化物デ

バイスグループ） 

［研究担当者］王 瑞平、相浦 義弘（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 圧電材料を用いた電子デバイスはエネルギー変換分野

に広く応用され、半導体露光装置の極微動用ステージな

どの最先端機器からプリンターのインクジェットヘッド

などの汎用機器まで浸透している。しかし、現在の圧電

材料は主成分として鉛を含有しているため環境への影響

が懸念され、鉛を含まない圧電材料の開発が強く望まれ

る。我々は圧電定数が鉛系圧電材料に匹敵する無配向の

鉛フリー圧電セラミックス材料の開発に成功し、主知財

は既に日本と米国で特許登録された。本課題は開発した

無配向の鉛フリー圧電セラミックス材料を用いたアクチ

ュエータ及びセンサのプロトタイプを製作し、電子デバ

イスの実用化への可能性を検証することである。H25年

度は、プロトタイプ超音波距離センサとバイモルフ型ア

クチュエータを製作し、その性能を評価した。 
 開発した無配向の鉛フリー圧電セラミックス材料を組

み込んだプロトタイプ超音波距離センサとバイモルフ型

アクチュエータは、鉛系圧電材料を用いたデバイスと同
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程度の性能を示し、鉛を含まない圧電デバイスの実用化

への可能性が示された。これらの研究で得られた成果を

プレスリリース・展示会によって報告した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］鉛フリー、圧電セラミックス、超音波距

離センサ、バイモルフ型アクチュエータ 

 
［研 究 題 目］マルチウェルプレート対応生細胞リアル

タイム多色発光測定装置の開発 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩、室冨 和俊、安永 茉由、

大西 尚子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 発光レポーターアッセイは、測定の簡便性や定量性の

高さから、遺伝子発現やシグナルトランスダクション等

の細胞内の変化を定量的にモニターするための必須ツー

ルとして、基礎研究のみならず、創薬、食品機能などの

広範な研究開発に汎用されている。本研究は、緑色・橙

色・赤色の3色発光を放つ3種の発光レポーターを活用

し、複数種の細胞情報を長時間に渡りリアルタイムに検

出、且つ多検体を同時に処理可能な、これまで市販化さ

れていない新規リアルタイム発光測定装置の開発を行

う。 

 本年度は、96ウェルプレートの生細胞をリアルタイム

多色発光測定するための装置を試作し、この装置の評価

用として1～3色の発光レポーターが発現する安定細胞株

を樹立した。これらの細胞を用い装置評価を行ったとこ

ろ、特定の培養条件下では5日間以上、96ウェルプレー

トに播種した細胞の発光を高精度に経時測定できること

を明らかにした。一方、通常の培養条件下では、4日以

上の期間で細胞の活性が減衰したため、今後装置改良の

必要性が示唆された。多色発光測定については、炎症性

シグナル伝達系を複数色の発光によりリアルタイムでモ

ニターできることを実証した。以上の結果から、本研究

開発で試作した装置は目的である96ウェルプレートを用

いた長期間のリアルタイム多色発光測定が概ね実施可能

であることを実証したが、実用化に向けては発光細胞や

培養条件などの改良が必要なことが明らかとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］ルシフェラーゼ、ルミノメーター、セル

ベースアッセイ、創薬スクリーニング 

 
［研 究 題 目］救急および災害現場で用いるポータブル

血液検査装置の開発 

［研究代表者］粟津 浩一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］粟津 浩一、藤巻 真、芦葉 裕樹 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

災害時や事故現場で負傷した患者に対して、病院にお

いて輸血をする、胃カメラや内視鏡を用いて診断する、

あるいは手術をする必要がある。この場合まず ABO と

Rh（D）血液型検査を行い、また血液由来の感染症を

防ぐため、血液検査（HBs、HCV、HIV、梅毒）が不

可欠である。従って病院に到着してから手術を開始でき

るまで1時間程度が必要となり、初動がその分遅れるこ

とになる。現状では、患者の感染症の有無の判定をその

場で瞬時にできないために、医療従事者は自身の身の安

全を考え感染症陽性患者を扱うように全ての患者を扱わ

なければならない。これも初動の遅れにもつながってい

る。災害や事故現場あるいは救急搬送中に ABO と Rh
（D）血液型検査、感染症検査を行うことができれば、

病院到着後ただちに内視鏡検査や手術を行うことが可能

となり、生存率を劇的に増大させることが可能となる。

そこで屋外も含む事故現場で多数のけが人の ABO と

Rh（D）血液型検査を行え、かつ血液由来の感染症を

数滴の血液を用いて20分以内で完了できる可搬型の装置

を作製する。 

血球の凝集を導波モードセンサで測定した反射率スペ

クトルの変化によって検出し、高精度な ABO 血液型オ

モテ検査が実施できることを確認した。またマイクロ流

路を結合した導波モードセンサにより、濃度100 nM の

HCV core タンパクを検出した。さらに血液型ウラ検査

および感染症検査のために全血から血漿を分離するマイ

クロ流路デバイスを開発し、約10分で血球の混入のない

血漿を取り出すことに成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ウイルス、血液、光学 

 
［研 究 題 目］テラバイト時代に向けたポリマーによる

三次元ベクトル波メモリ技術の実用化研

究 

［研究代表者］福田 隆史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］福田 隆史、有本 英伸、古川 祐光、

江本 顕雄、野口 尚美、小林 知子 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 三次元ベクトル波の記録を行うには偏光感受性を有す

る材料の開発と媒体化技術の確立が必須である。また、

媒体に露光する際に生じる媒体内の屈折率変調構造につ

いてその詳細を観察し、材料組成との相関を考察するこ

とが出来れば、記録材料の開発が大幅に効率化するもの

と期待される。そこで産業技術総合研究所では、新規の

偏光感受性材料の開発、ならびに、高感度・高分解能な

位相イメージング技術の開発に取り組んでいる。 

 平成25年度においては、偏光感受性物質の光照射前後

における媒体の体積変化について、精度の高い計測手段

（SLD を用いた反射型干渉分光法）によって評価を行

った。偏光感受性物質を高ガラス転移温度エポキシマト

リクスに5wt%ドープした1mm 厚の媒体に375nmLED
光（光強度：10mW/cm2）を10分間照射し、媒体厚さの
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変化を計測した。その結果、光照射に対応して媒体厚さ

が線形に増大するが、光照射直後からは緩やかに媒体厚

さが減少に転じ、15分後にはほぼ光照射前の厚さに戻る

ことが明らかとなり、記録前後の比較での厚み変化は、

高く見積もっても0.01%以下であることが示された。一

般的なエポキシ樹脂の熱膨張係数は典型値として5×10-

5[K-1]程度であることから、仮に光照射に伴う媒体温度

変化が20℃程度生じたと仮定すれば、観測された媒体厚

さの変化はそれに呼応した値であり、光照射を停止した

後に緩やかに媒体厚さが減少して行く結果は、大気環境

下における媒体の放冷過程に呼応したものと理解できる。

すなわち、開発した偏光感受性物質そのものが引き起こ

す体積変化はほぼ無視できると推定される。 

 位相イメージング技術に関しては、独自の偏光分離回

折格子を作製し、当該素子の光学機能を活かした簡便な

定量複屈折イメージング技術を考案した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］三次元ベクトル波記録、偏光感受性媒体、

体積変化、位相イメージング技術、複屈

折率変調構造 

 
［研 究 題 目］インライン型極低濃度重金属汚染検出器

の開発 

［研究代表者］藤巻 真（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］藤巻 真、粟津 浩一（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

工業排水中に重金属が混入すると多大な健康被害を引

き起こすため、定期的な水質検査が行われているが、理

想的には常時監視することが望ましい。しかし現在の分

析機は高価でかつ試料の前処理等人為的操作が必要であ

り、常時監視可能なインライン化は現実的でない。電気

化学的手法による検出法は小型、安価、高感度であるが、

検査に試薬を用いる為、やはり常設には不向きである。

常時監視を可能にするために、我々は導波モードセンサ

を用い、消耗品を必要とせず、安価かつ簡易で、高感度

なインライン型検出器の開発を行う。 

 本検出チップは、その表面に重金属イオンを電気還元

するための透明電極を持つ。我々が開発した低抵抗 ITO
薄膜を還元用電極として、その薄膜上にジピコリルアミン

のブロックポリマーを表面修飾したチップを用いて、環

境 基 準 濃 度 の 鉛 (0.01mg/L) 、 及 び カ ド ミ ウ ム

（0.003mg/L）の検出試験を行ったところ、短時間での

検出が可能なことを確認した。これは、キレート剤によ

って重金属がチップ表面に濃縮され、その結果、電気還

元が短時間に完了したことによるものと思われる。 

 電気化学測定の結果をもとに、-0.10V の電圧を、鉛

水溶液に印加して鉛の検出試験を行い、また同様の条件

でカドミウム水溶液を用いて検出試験を行ったところ、

鉛水溶液の方では、信号が検出されたが、カドミウム水

溶液では、信号がでなかった。このことから、印加電圧

を制御することによって、特定の重金属イオンのみを高

感度かつ選択的に検出できることが分かった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］センサ、水処理、光検出、導波モード、

電気還元 

 
［研 究 題 目］集光加熱法による局所的なアスベスト壁

面高温処理のための位置制御技術開発 

［研究代表者］池田 伸一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］池田 伸一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究で進める集光加熱によるその場アスベスト溶融

無害化処理は、壁面を対象として局所的に高温化する、

これまでにない処理方式である。そのような環境、条件

下での、加熱ユニット位置制御技術を本研究において開

発した。具体的には、線状集光鏡を新しく開発し、その

処理面積速度は 120mm2/秒を達成した。凹凸のある飛

散性アスベスト含有壁面に追従して高温熱処理可能とす

る、移動機構を制御するソフトウェアの設計及び開発を

行った。集光加熱による壁材からの排ガス成分およびそ

の処理の基礎評価を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］集光加熱技術、装置開発、輻射場におけ

る位置制御技術 

 
［研 究 題 目］糖鎖統合データベースの運営と統合化支

援、データベース更新作業 
［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 
［研究担当者］成松 久、梶 裕之、鹿内 俊秀、 

鈴木 芳典、藤田 典昭、 

ソロビヨワ イェレナ、澤木 弘道 

（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 
糖鎖科学統合データベース（JCGGDB）の構築 

 JST の統合化推進プログラムに参加し、国内外の糖

鎖に関するデータの統合化を推進している。JCGGDB
では、各データベースに高機能な Application Program 
Interface（API）や Resource Description Framework
（RDF）を出力するプログラムを設置し、XML や

RDF の形式で詳細な情報を提供できるようになった。

この API や RDF を利用し国内外の連携・統合化を進め

ていくことになる。糖鎖関連情報を扱うために開発して

きたオントロジーやインフォマティクスのツールも十分

に機能してきた。統合化を高度化するためにも整備した

糖鎖関連用語の URI を定義し、別の名称でも同じ構造

であれば1つの表記方法（WURCS）や固有の ID にな

るように用語の整備とツール開発を行った。 

 国際連携について、アジア諸国との連携を行うため会

議を開催し、その結果、国際糖鎖構造リポジトリシステ
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ムを構築し運用していくことになった。また、米国、欧

州のデータベースのグループと連携するために、主要な

研究者を招聘し、共同開発のための話し合いも行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、統合データベース、糖鎖遺伝子デ

ータベース、糖タンパク質データベース 

 
［研 究 題 目］半導体素子を用いた肝線維化センサの開

発 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、後藤 雅式、栂谷内 晶 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
目的： 

 糖鎖医工学研究センターでは種々の疾患状態を反映す

る各種疾患糖鎖バイオマーカーの開発を行ってきており、

糖タンパク質と、それと選択的に結合するレクチン（プ

ローブ）についての豊富な知見がある。現在広く自動診

断機器に対応する蛍光・発光測定試薬は高価なため、よ

り安価な測定系が必要とされている。本研究では半導体

を用いて糖タンパク質を高感度で検出する安価なセンサ

を開発し、疾患の早期診断を促進することを目的とする。 

研究内容： 

 ゲート絶縁膜（HfO2、SiO2等）へのプローブ（レク

チン・抗体）の固定化プロセスの開発のために、まずは

モデル糖タンパク質マーカー分子の検出系構築のための

準備を行った。文献調査と我々の過去の知見に基づき、

モデル糖タンパク質マーカー分子としてα-fetoprotein
（AFP）等を選定した。さらに、センサ表面での分子

の物理的距離などを推定するために、各タンパク質分子

の分子モデリングを行うことで、予定するサンドイッチ

アッセイ系のシミュレーションを行った。その結果から、

センサでの検出が可能であると予測した。次に、糖鎖に

関する知見を考慮して、それらの糖タンパク質マーカー

分子を検出するための適切なプローブ（レクチンや抗

体）を選定した。プローブ（抗体）の性能評価として、

生化学的解析（Western Blot 法）により抗体の特異性

を評価した。その結果、最適な抗体を見出した。以上の

様に、モデル糖タンパク質の選定とプローブ候補の性能

評価により、生化学的な予備検討を完了した。一方、共

同研究機関である筑波大学にて基本的な半導体キャパシ

タセンサ（電気化学セル）の動作確認が出来たため、捕

集プローブ（レクチンあるいは抗体などのタンパク質）

をセル表面へ固定化するための方法の検討を、筑波大と

共同で行った。協議の結果、典型的な反応系であるアビ

ジン-ビオチン系をモデルとして用い、センサの特性の

評価を行うこととした。まず、基盤表面を機能化する為

に、SiO2上にリンカー分子の自己組織化膜を形成させ、

さらに機能化した表面にビオチンを結合させた。この様

に処理した基盤表面を原子間力顕微鏡（AFM）で観察

した結果、ビオチンの結合が確認された。プローブであ

る抗体を機能化した基盤表面に結合させ、抗体と糖タン

パク質分子との結合を検出することが可能かどうかを検

討した。その結果、抗体へのタンパク質の結合によって

電気的なシグナルが得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、疾患糖鎖バイオマ

ーカー、半導体センサ、診断 

 
［研 究 題 目］糖タンパク質の糖鎖品質を全自動で定量

評価できる省エネ・省スペース型装置の

開発 

［研究代表者］久野 敦（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］久野 敦、齋藤 こずえ 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 抗体やエリスロポエチンなど、糖タンパク質医薬品の

生産プロセス開発や品質管理に役に立つシステムを開発

する。具体的には、糖タンパク質生産細胞培養液から対

象物を効率よくエンリッチし、その機能に関わる糖鎖の

品質を調べるまでの工程を全自動で行う装置を開発する。

2年間の研究開発により、A. 糖鎖変化を精密に定量する

ためのマルチレクチンアッセイ同時検出（以降「糖タン

パク質糖鎖変化検出系」とする）の実現。 B. 生体試

料中微量糖タンパク質の高効率、高再現性回収機能およ

び糖タンパク質糖鎖変化検出機能の集積化、省スペース

化。 C. 前処理から検出までの全工程を4時間で完了。

を目指す。2年目である本年度は、レクチン−抗体サンド

イッチアッセイが可能であり、かつ糖タンパク質上の糖

鎖変化を定量するのに有効なレクチンのレパートリーを

増やすこと、昨年度構築した開発装置の検出感度、精度

をモニタリングするための系を用いた横並び比較試験に

より、開発の達成度を視覚化することを目標とした。 

 昨年度の対象となる3種の糖タンパク質分子に対する

レクチンマイクロアレイ解析から有力視されているレク

チンについて、引き続きサンドイッチ ELISA 系を構築

し、その実効性について検証した。その結果、最終的に

目標値であった10種を有力レクチンとして選抜した。次

に開発装置の自動アッセイ部分のスペックを検証した。

上述のレクチン―抗体サンドイッチアッセイ系を自動化

装置で行い、検出感度を確認したところ、目標値を優に

上回る結果が得られた。これにより測定時間の短縮が可

能になり、当初予定していた時間（2時間）を2分の1以

下に短縮できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖タンパク質、バイオ医薬品、糖鎖解析、

レクチン、自動測定 

 
［研 究 題 目］自然ナノ構造材料の開発とモジュール製

造技術の構築 
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［研究代表者］舟橋 良次 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］舟橋 良次（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 大規模太陽熱発電への応用に向け、高温～低温まで広

い温度域で発電が可能な熱電システムの構築を試みた。

独自に開発したマンガン-シリコン-アルミニウム合金組

成の最適化を試みると同時に、量産に向けた出発原料の

検討も行った。組成はクロムによるマンガンの10%原子

置換が最も高い無次元性能指数を発現することが分かっ

た。量産に関して、これまでは出発原料を各元素の単体

原料を用いていたが、アルミニウムの熔融時における酸

化が組成不均一の問題となっていた。そこで、アルミニ

ウム-シリコンあるいはアルミニウム-マンガン合金を出

発原料として用いることで、アルミニウムと他の金属の

溶融温度を近づけ、酸化の進行を緩和することで、最終

生成物の組成ずれが小さくできることが分かった。その

結果、量産化も可能となった。モジュールの空気中での

耐久性向上を目指し、接合技術の改良に取り組んだ。こ

れまでは銀ペーストを用い接合を形成していたが、銀や

アルミニウムの拡散による発電性能の劣化が500℃以上

で見られていた。本年度は銀ペーストへ白金やパラジウ

ムなどの貴金属を添加することで、400～600℃、空気中

で発電性能の劣化を抑制できた。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電変換、太陽熱利用 

 
［研 究 題 目］高性能室温熱電酸化物材料の探索 

［研究代表者］舟橋 良次 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］舟橋 良次、松村 葉子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 Te のような希少且つ毒性金属を含む Bi2Te3モジュー

ルを置換する、低コスト、高安全性の新規「室温」熱電

酸化物材料を開発することを目指した。室温で高い無次

元性能指数を得るためには、低い熱伝導度が必要である。

そのためにはフォノンのみを選択的に散乱し、電荷キャ

リアの散乱には寄与しない散乱点の導入が重要である。

これを実現するためにはフォノン及び電子の平均自由行

程レベルでの構造制御が必要となる。層状構造を有する

Bi2Sr2Co2O9熱電材料は包晶反応系である。そのため、

溶融時に固相と液相に分解熔融し、徐冷により

Bi2Sr2Co2O9相が結晶化する。熔融時に生じた Sr-Co-O
固相の数百ナノメートルの結晶粒を Bi2Sr2Co2O9結晶粒

内に残留させる合成条件を見出した。この固相が残留し

た試料では、格子による熱伝導度が低くなり、室温付近

での無次元性能指数はこの酸化物の単結晶並の約0.1と

なった。さらに、BaCoO3と BaCo8O11が積層した

BaCoO3（BaCo8O11)n（n＝0～∞）ホモロガス酸化物の

Ba 及び Co の一部置換による、熱電変換性能への影響

について調べ、ある特定の元素による置換がゼーベック

係数及び電気抵抗率の改善に有効であることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電発電、廃熱利用 

 
［研 究 題 目］s－ブロック金属負極のデンドライト析

出制御と表面観察 

［研究代表者］栄部 比夏里 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］栄部 比夏里、松本 一、竹内 友成、 

小池 伸二、佐野 光、妹尾 博、 

八尾 勝、山下 奈美子、草梛 育子、 

戸倉 吉彦、鍵田 直美、八木 三鈴 

（常勤職員7名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の最終目的は、s－ブロック金属表面の改質を

行うことにより、可逆性の高い溶解析出挙動を示す負極

を得ることにある。最終年度となる本年度には Mg 電池

系で作動するキノン類を正極に、金属 Mg を負極に用い

た電池で、安定動作を行える電解液の探索と動作確認を

行うことを目標とした。 

 Mg 電池用電解液としてこれまでに知られているもの

は、Mg の電析は行えても酸化安定性に欠けていた。キ

ノン系の有機正極である2,5-ジメトキシ-1,4-ベンゾキ

ノン（DMBQ）ともに安定に作動する電解液の探索を

行ったところ、スルホラン等のスルホン系溶媒に Li ア

ミド塩を溶解させた電解液が候補材料となることが分か

った。電解液の粘度が高くまた負極の Mg の析出・溶解

時の過電圧が若干大きいためか、理論容量を下回る実効

容量を認めたが、金属 Mg 負極－DMBQ のフルセルの

作動も可能であった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］マグネシウム電池、金属マグネシウム、

スルホン、有機正極材料、キノン類 

 
［研 究 題 目］ハミルトニアンからの材料強度設計 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟、 

Bhattacharya Somesh Kumar 
（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 「大規模第一原理計算による界面・欠陥の力学応答の

解析」を担当した。本課題では、Fe 金属および Fe-Si
系合金の機械的性質を解明するため、粒界・界面・欠陥

の安定構造、力学応答を、第一原理計算を用いて原子・

電子の挙動から解明する。前年度に引き続き、各種 Fe
粒界の第一原理計算を行い、局所エネルギー・局所応力

の手法を適用し、また局所 Young 率解析を初めて行っ
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た。これらの手法は、従来にない新手法であり、これら

の手法を適用することにより、界面の①局所原子構造乱

れ、②局所原子間結合変化、③磁気モーメント変化、④

局所エネルギー変化、⑤局所応力変化、⑥局所弾性定数

（Young 率）変化の間の相関が明らかになった。Si 偏

析の計算により、Si 原子は Fe 粒界に偏析しうることが

判明した。局所エネルギー解析により、偏析機構として、

置換される Fe 原子の不安定さに加えて、Si と周囲の

Fe 原子の安定化が重要であることがわかった。第一原

理引っ張り試験から、Si 偏析は界面結合や界面の弾性

定数をわずかに強化することが判明した。以上の分析は、

これまでの理論解析の到達点を大きく超える到達である。

成果の一部は、Journal of Physics: Condens. Matter
誌、Journal of Materials Science 誌に掲載された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］結晶粒界、第一原理計算、材料強度 

 
［研 究 題 目］液晶科学に基づく革新的塗布型有機太陽

電池の開発（液晶性有機半導体の分子設

計および合成と構造形成） 

［研究代表者］清水 洋 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］清水 洋、米谷 慎（ナノシステム研究

部門）、ソーサ－ヴァルガス リディア、

高橋 己之一、宮元 彩乃（ナノシステ

ム研究部門）、樋口 由美、中尾 貴哉、

奥田 大樹（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、低製造コスト、低設置コストによる発電

単価の劇的な低下を目的として、特別な前後処理を一切

必要としないワンステッププロセスにより、非真空ロー

ルトゥロールで大面積が高速生産可能な変換効率20%超

の低発電コスト有機太陽電池の実現を目指す。大阪大学

と共同で研究を進める。そのために、（a）溶媒に可溶で

塗布するだけで安定して素子作製が可能であること、

（b）高効率化に適した素子構造が特殊な微細加工等を

必要とせずに実現可能であること、（c）単一材料・単一

層で広範囲な波長領域に感度を持つこと、（d）光化学的、

熱的に安定な材料であることを満たす材料の研究開発を、

新たな概念として自己組織化性の強い液晶をベースとし

た有機半導体を利用することを基軸とした研究を行う。

現在の大面積・高精細液晶ディスプレイを実現させた液

晶の卓越した性質を活用する。平成25年度は、高い光電

変換効率を示す低分子系塗布型活性層創製のために独自

にその特性を見出した p 型の液晶性有機半導体と n 型

の有機半導体の最安定組成とキャリヤ移動度の相関を明

らかにした。また、液晶の混和性の利用によりナノスケ

ールで制御された電荷輸送構造と電荷分離構造の形成を

自発的に行う事ができる可能性を示唆する結果を見出し

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、有機エレクトロニクス、液晶 

 
［研 究 題 目］光反射シリカ粒子による温度応答性調光

省エネルギーガラスの研究 

［研究代表者］藤原 正浩 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］藤原 正浩（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 夏季における冷房、冬季における暖房に伴う電力消費

の抑制は、オフィスビルや住居等の断熱・遮熱効果を高

めることが効果的である。外気温が高い際、窓ガラス等

の光透過性を下げて外光の進入を防ぐことができる調光

ガラスは、効果的な省エネルギー技術である。しかしな

がら、従来の調光ガラスは、ガラス作成時に調光機能の

ための加工をするため、既設の窓ガラスに付設すること

は困難である。しかしながら、調光材料をシート状にし

てガラス等に貼付することで、既設の窓ガラス等にも調

光性能を付与することができる。そこで本研究では、独

自に開発した光反射シリカ粒子とポリマー等の分散剤と

の屈折率差がもたらす光透過制御を利用し、分散剤の屈

折率の温度変化等によって屈折率差を生じさせ、温度自

動応答性の調光機能を発現できる技術の基盤構築を目指

す。 

 平成25年度では、シリカナノ粒子で殻が構築されたシ

リカ中空粒子を、種々の屈折率を持った溶剤に分散させ

た。溶剤とシリカとの屈折率の差により、室温（20℃）

では透明であるが温度上昇と共に白濁するもの、あるい

は室温では白濁しているが温度上昇と共に透明になる組

み合わせがあることを見出した。全ての系で、温度変化

による透明性の変化は繰り返し、可逆的に起こった。こ

れらの知見より、外部の温度変化により自律応答的に透

明性を可逆的に変化させる技術を見出し、温度応答性調

光ガラスの創出に向けた基盤を構築することができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、調光ガラス、屈折率、シ

リカ中空粒子、温度応答性 

 
［研 究 題 目］電極近傍における高分子電解質イオンチ

ャンネル構造の発光プローブを用いた解

析技術 

［研究代表者］塩山 洋 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］塩山 洋、大長 亜紀 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高分子電解質膜中のイオンチャンネルナノ構造は、カ

チオン性の発光プローブと消光剤を導入し、発光挙動を

解析すると求めることができる。本研究ではこの技術を

発展し、固体高分子形燃料電池などの電極表面のうちイ
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オンチャンネル部分に接している割合を評価する方法を

確立する。 

 イオン性の発光プローブである Ru（bpy）32+は、そ

れ単独では高分子電解質であるナフィオン膜の疎水性骨

格部に侵入せず、イオンチャンネル中にのみ存在する。

表面にポリアミノベンゼンスルホン酸をグラフトさせた

単層カーボンナノチューブ（SWCNT）表面に Ru
（bpy）32+を均一に固定化し、それとナフィオンを混

合した後製膜した。そこへイオンチャンネル側から消光

剤である MV2+を作用させると、発光の77%が消光され

ることが分かった。この実験事実より、SWCNT が接

しているナフィオン膜のイオンチャンネル部の割合は

77%であることが明らかとなった。言い換えると、疎水

性骨格部に接している CNT に固定されている Ru
（bpy）32+は消光されず、その割合は23%である。 

 次にカーボン電極を模擬した SWCNT として、表面

にポリエチレングリコールやカルボン酸をグラフトさせ

たものを用いて同様の実験をおこなった。その結果 Ru
（bpy）32+が消光され残った割合、すなわちナフィオ

ンの疎水性骨格部に埋もれている部分の割合は順に45%
と30%であることが分かった。燃料電池の発電特性の観

点からこれら3種の官能基を比較すると、ポリアミノベ

ンゼンスルホン酸＞カルボン酸＞ポリエチレングリコー

ル の順で優れていることが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高分子電解質膜、発光プローブ、カーボ

ン電極 

 
［研 究 題 目］通電焼結法を用いた酸化物バルク型全固

体電池の創成 

［研究代表者］奥村 豊旗 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］奥村 豊旗、小林 弘典、小池 伸二、

鹿野 昌弘、竹内 友成、山本 貴憲

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 先端的低炭素化技術開発次世代蓄電池プロジェクトに

参画し、通電焼結法を用いた酸化物バルク型全固体電池

の創成を目指している。最終目標では、酸化物バルク型

全固体電池において、150Wh/kg ないし Wh/L のエネル

ギー密度を達成する作製プロセスの確立を見据えている。

プロジェクトが開始した今年度は、１）試作用材料の調

達、２）正極層塗工技術の検討、３）通電焼結法におけ

る半電池試作・評価手順の検討、以上の3点に取り組む

ことで、取り組むことで、バルク全固体電池作製の基盤

となる技術開発を実施した。１）試作用材料の調達：正

極材・電解質材としてそれぞれ粒径・厚みの異なる試料

の準備が整い、基本的な紛体物性の知見を揃えた。２）

正極層塗工技術の検討：親油性バインダーを用いた正極

層シート作製に取り組み、カーボン材やバインダー材の

比率を全体の2wt%以下まで低減することを可能とした。

３）通電焼結法における半電池試作・評価手順の検討：

正極／固体電解質焼結体作製条件を検討し、リチウムイ

オン導電性高分子ポリマー・金属リチウム箔を貼り合わ

せた半電池を試作した。試作セルの電池特性評価を行い、

可逆的な充放電特性を示すことを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウムイオン電池、酸化物

バルク全固体電池、通電焼結法 

 
［研 究 題 目］ゼロソルベントによる新規電解質の開発 

［研究代表者］松本 一 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］松本 一、窪田 啓吾、大藪 理恵、 

寺本 健一（ユビキタスエネルギー研究

部門）水門 準治、王 鵬程（環境化学

技術研究部門）、韓 立彪（触媒化学融

合研究センター） 

（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本提案課題では、最終的には300Whkg-1～500Whkg-1

のエネルギー密度を実現できる電池系として金属負極を

用いた二次電池系に焦点をあて、これに適用可能な電解

質として、溶媒を含まないイオンのみからなる電解質系

であるゼロソルベントに集中して研究を推進する。研究

開始当初はリチウム金属系に焦点をあて、その後より挑

戦的なマグネシウム等の多価金属イオン電池に展開可能

な Mg 金属の円滑なレドックスが可能な電解液の開発お

よびその固体化を検討する。 

 研究開始年度である今年度は、従来から検討してきた

リチウム金属負極を用いた二次電池系に適したイオン液

体やアルカリ金属中低温溶融塩の検討を行い、特に後者

は100℃以上と高温において、種々の正極や負極を作動

させることが可能であることを見出した。粘度が著しく

高い（100℃において103mPa.s 以上）にもかかわらず、

Li+輸率が高いことに由来する。これらの電池試験にお

いては合剤正極の組成や電池構成についていくつかの改

良点を見出すことができた。今後展開するより難易度が

高い多価金属負極二次電池への応用が期待できる。 

 一方、今後必要と考えられるより高性能な電解質塩開

発を目指し、新規含フッ素アニオン原料の合成やこれま

でに知られていないヘテロ原子含有オニウムカチオンの

合成に取り組み、それぞれ合成法に目処がついた。次年

度以降、イオン液体やアルカリ金属中低温溶融塩への展

開と電池系への応用展開を検討する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］金属負極二次電池、イオン液体、アルカ

リ金属中低温溶融塩 

 
［研 究 題 目］電極シートを主軸とした全固体電池の構
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築プロセスの設計 

［研究代表者］作田 敦 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］作田 敦、竹内 友成、小林 弘典、 

中島 潤二、岩田 育穂 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 従来検討されてきた全固体電池は、正極複合体と固体

電解質と負極複合体の3層を錠剤成型することで作製さ

れてきた。全固体電池の工業生産を実現するためには、

シート型の全固体電池を試作し、本質的な課題抽出を行

い、実生産に必要な新技術の開拓を行う必要がある。本

プロジェクトにおいて当グループでは、電池作製プロセ

スの設計、電極のシート化技術開発、シート型全固体電

池の試作を担当している。今年度は、75Li2S・25P2S5

（mol%）ガラスが使用可能な溶媒の探索、集電体材料

選択、固体電解質塗布膜用スラリーの作製などを行った。

75Li2S・25P2S5（mol%）ガラスが使用可能な溶媒の探

索を行った結果、アルカンやトルエンに関しては、溶媒

浸漬実験前後で導電率に変化がないことを確認した。集

電体として、市販電池に採用されている Al、Cu をそれ

ぞれ、正極、負極に使用しても、良好な初期特性を得る

ことができることを確認した。固体電解質塗布膜用スラ

リーに関しては、バインダーフリーでは、良好なスラリ

ーが得られず、塗布膜の膜質も悪かった。バインダー量

2wt%で固体電解質層の塗工用のスラリーを作製した結

果、スラリー化が可能であることが分かった。正極活物

質として Li（Ni, Mn, Co）O2、電解質として75Li2S・
25P2S5（mol%）ガラス、導電剤としてアセチレンブラ

ック、バインダーとして SBR 系ゴム、溶媒としてヘプ

タンを用いて作製した正極用スラリーから得られた塗布

正極は、0.6mAh cm-2以上の容量を示した。また、Cu
上に作製したグラファイト系の塗布負極において、1.2 

mAh cm-2以上の容量の充放電を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウム電池、革新電池、硫

黄、正極、炭素、通電焼結 

 
［研 究 題 目］Si 系負極および S 系正極の両電極に適

合する電解液の探索、選定 

［研究代表者］清林 哲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］清林 哲、妹尾 博、森本 辰美 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 弊所は本プロジェクトの一部を電池総合技術・システ

ム最適化グループとして担当している。Si 系負極、溶

媒和イオン液体、S 系正極を用いた次世代高性能リチウ

ム硫黄電池の構築と性能評価を行う。特に電解液の探索

とセル構成の選定を分担している。平成28年12月迄の電

池性能数値目標は、エネルギー密度200Wh/kg、出力密

度600W/kg、充放電サイクル寿命200回が見越せている

こと、となっている。 

 今年度はまず、電解液の探索において、弊所の既存電

極の技術である Si ナノ粒子を用いた Si 系負極ならびに

炭素に硫黄を含浸させた S 系正極をそれぞれ作製し、

これと標準電解液である溶媒和イオン液体とリチウム金

属対極とを組み合わせたハーフセルを作製した。その充

放電挙動を調査した結果、いずれの電極でも充放電の速

度が0.1C では安定したサイクル特性が得られた。しか

し、C レートを上げると容量が著しく低下するというこ

とが明らかとなった。 

 また、従来より薄いセパレータを検討した結果、充電

時の過電圧が僅かに上昇するものの、ほぼ同等の性能が

得られることを見出した。薄膜セパレータが適合するこ

とにより電池全体でのエネルギー密度を向上させる方向

性が示された。加えて、セル基準でのエネルギー密度向

上のためには基板上での活物質の充填量を増やす必要が

あるが、Si 系負極の電極スラリーを厚塗りするほど特

に充放電初期の特性が一時的に低下していることを明ら

かにした。 

 さらに、フルセルとして Si 系負極｜溶媒和イオン液

体｜S 系正極を構築し、その充放電作動を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウム二次電池、硫黄系正極、シリコ

ン系負極、溶媒和イオン液体 

 
［研 究 題 目］イオン液体中でのリチウムデンドライト

成長の抑制と保護層への適用 

［研究代表者］栄部 比夏里 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］栄部 比夏里、佐野 光 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 水系電解液を用いた Li－空気電池においては固体電

解質を Li の保護層として用いる。Li と保護層間には直

接の接触を避けるため異種電解質を充填する。本研究は

その異種電解質にイオン液体を用い、Li のデンドライ

ト状析出抑制を行う手法を見出すことを目的とする。初

年度である本年度には、Li 析出時の初期過程に着目し、

核発生密度を高めることで局所的成長を防ぐ手法を検討

した。その結果、Ni 上への析出においては電流密度を

高めることで高い核発生密度を確認した。成長過程で電

流密度が電荷移動律速領域を超える場合には、核発生密

度が高くても局所的にデンドライト成長が始まり、さら

に高くすると分極増大のため析出困難となった。電荷移

動抵抗の制御も合わせて行う必要があることがわかり、

電解液部分の選定と同時に望ましい電極／電解質界面の

構築も合わせて行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(637) 

［キーワード］金属リチウム、空気電池、水系電解質、

固体電解質、保護層、デンドライト抑制 

 
［研 究 題 目］棒状分子液晶と円盤状分子液晶間を光相

転移する液晶の液晶温度の低温化 

［研究代表者］清水 洋 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］清水 洋、奥田 大樹 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 液晶は、棒状分子からなるカラミチック液晶と、円盤

状分子からなるディスコチック液晶に分類される。我々

は、一つの分子が棒状と円盤状の間で分子形状を変える

ことで、分子の集合体の液晶相でもカラミチック液晶と

ディスコチック液晶間の相転移を引き起こす系を研究し、

最近、熱と光でこれらの相間を可逆的に異性化する世界

で最初の分子を見出した。本研究では、分子形状の異な

るこれら液晶が、屈折率やホール輸送方向の異方性が異

なることから、これらを光で迅速に制御しうる系のオプ

トエレクトロニクス材料への実用化を目指す。本プロジ

ェクトでは液晶相発現温度を100℃以上低下させた分子

を合成し、安定に繰り返すシステムを構築する。 

 研究代表者側で合成し、精製された棒状液晶性部を構

成するアルコキシアゾベンゼン6個と円盤状液晶性部の

中心となるトリフェニレン環をエーテル結合で結合した

新たな光応答性液晶2種について、熱相転移挙動を明ら

かにした。その結果、いずれも棒状分子により形成され

るスメクチック液晶相のみを示すことが判った。一方、

屈折率の異方性を制御する観点から、棒状、円盤状両方

の液晶相を示すエステル化合物でその末端アルキル鎖炭

素数12と13の場合で生じる相転移挙動の変化を解析し、

分子のコンフォメーションが互いに異なることから屈折

率変化を利用する材料としてはアルキル鎖炭素数は13以

上が必要との結論を得た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］棒状液晶、円盤状液晶、光応答材料 

 
［研 究 題 目］マイクロカプセル化機能性文具の開発 

［研究代表者］藤原 正浩 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］藤原 正浩（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 豊かな生活環境は、日常生活においてストレスが少な

く、穏やかで幸せ感や安心感のある快適で暮らしやすい

ものでなくてはならない。日常的に使用する筆記用具に

代表されるステーショナリー類、文具類は、コンピュー

タ化が進んだ今日においても、日常生活において身近で

かつ重要な製品分野である。さらに、ステーショナリー

類・文具類は、用いる言語や伝統文化・生活文化に関わ

らず必要とされるグローバルな製品でもあるため、生活

環境に及ぼす価値は高い。したがって、これら製品の

「使いやすいさ」は、身近な生活環境における“快適

さ”や“暮らしやすさ”を、人間の直の感覚に基づいて

提供できる重要な要素である。 

 産業技術総合研究所では、これまでシリカ等の無機材

料でできた中空粒子・マイクロカプセルを用いて、様々

な高機能性材料を創出してきている。そこで本研究では、

生活環境に快適さをもたらす高度な機能を持ったステー

ショナリー類・文具類を、この産業技術総合研究所が培

ってきたマイクロカプセルを用いて創出することを目指

す。マイクロカプセルは種々の文具薬剤類を取り込むこ

とができ、それにより当該薬剤に新規な機能を寄与する

ことができる。そして、マイクロカプセルと文具薬剤の

機能を統合することで、これまでに無い快適性の新しい

文具類を創出することを目指す。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］豊かな生活環境、機能性文具、マイクロ

カプセル、文具薬剤 

 

［研 究 題 目］石英薄板へのタンパク質の固定化とバイ

オセンサーチップへの応用 
［研究代表者］松田 直樹 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 タンパク質は優れた生体機能を有し、近年では技術

革新に伴い低価格化と高機能化が進み光利用バイオセ

ンサーの実用化と市場拡大が期待されている。高価な

石英ガラスを使う場合がある、光利用バイオチップで

は光学材料の精密研磨、洗浄、表面修飾、タンパク質

固定化等の多くのプロセスが必要で製造費用が高額に

なる、プロセス毎に専門性や習熟性が要求されバイオ

チップ毎に性能がばらつき再現性に問題がある等の理

由から、精密研磨済み石英薄板を高機能化した“表面

修飾済み光学チップ”の開発が求められている。 

 H25年度は石英薄膜にオクタデシルトリクロロシラン

等のシランカップリング剤を用いて表面修飾を行った。

末端が塩素のシランカップリング剤のほうが末端がメ

トキシ基やエトキシ基のものよりもきれいに、かつ多

くの石英に修飾できることがわかった。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］タンパク質、チトクローム c、スラブ光

導波路分光法、バイオセンサーチップ、 

 
［研 究 題 目］ITO 電極表面修飾方法の確立と光電気化

学バイオセンサーチップの開発 

［研究代表者］松田 直樹 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
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 石英薄板製のスラブ光導波路上に形成させた数十 nm
程度の ITO 電極上をホスホン酸等で表面修飾すること

でタンパク質の機能を保ったまま長時間安定に固定化さ

せ、光と電気を検出に用いる光電気化学バイオセンサー

チップを開発する。 

 その上に固定化させるタンパク質の直接電子移動反応

等に伴う吸収スペクトルや電流電位曲線の変化を利用し

溶液中に存在する物質やガスの濃度を選択的に計測する

事が可能であり、新規なバイオセンサーの研究開発時に

おけるプラットフォームとして利用する。 

 そのため本研究では、①ITO 電極形成条件の最適化

と光透過性の向上、②ITO 電極表面の表面修飾技術の

確立、③バイオセンサーチップの機能確認、の3つの研

究課題に取り組む。 

 H25年度は ITO 電極上に10-carboxydecylphosphonic 
acid（10-CDPA）の自己組織化単分子膜を形成し、そ

こに吸着させたチトクローム c の直接電子移動反応

（DET）をスラブ光導波路分光法及び電気化学測定法

によるその場観察から評価した。その結果、DET 反応

は未修飾の ITO 電極の場合と同様に観察することがで

きた。更に1時間以上、連続して観察することができた。 
［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ITO 電極、表面修飾、タンパク質、バ

イオセンサーチップ 

 
［研 究 題 目］ソリューションプラズマ法の低電力化と

直接燃料型燃料電池用合金ナノ微粒子の

調製 

［研究代表者］松田 直樹 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］  

 本研究では、従来1～2kV、3A、15kHz といった大電

力を使用する必要があったソリューションプラズマ法

（以下 SP 法と略す）を、数百 V まで低電圧化すること

によって白金（Pt）ナノ粒子合成時の消費電力を大幅に

削減することを目標とする。また、ダイレクト形燃料電

池やセンサー用のプローブへの応用を目指し、Pt 合金

触媒を SP 法を用いて合成する手段を確立する。そのた

め実際に合成した Pt 合金をダイレクト燃料電池の触媒

として用い性能検査を行い技術移転の可能性を検討する。 

 具体的には以下の三項目を検討する。 

①  SP 法を低電圧化し、消費電力を従来の半分

（380kJ/Pt 1g）以下まで引き下げるとともに、低電

圧合成条件においても、10 nm 以下の Pt ナノ粒子が

担持できるように、合成条件を探索する。 

② ダイレクト形燃料電池への応用を目指し、SP 法を

用い Pt 合金触媒を合成する手法を確立する。 

③ 実際に合成した触媒を用いてダイレクト燃料電池の

発電試験を行う。 

 高電圧高周波ソリューションプラズマ法では、粒子径

の小さな微粒子は比較的容易に実現できたが、低電圧低

周波ソリューションプラズマ法による粒子サイズの低減

は難航を極めた。しかしながら、申請時には数十 nm の

白金微粒子しか作製できなかったものが、詳細な研究を

することにより現在は目標まであと一歩の14 nm まで

粒子径を縮めることが出来た。しかしながら、技術移転

には、やはり10 nm 以下がどうしても必要であり、今

後も低電圧粒子径の低減の研究を推進していく予定であ

る。  

高電圧・高周波ソリューションプラズマ法による合金微

粒子の調製については、電極間距離を0.2 mm まで縮

めることにより、不純物である純金属の割合を低下させ

ることに成功した。しかしながらまだ純金属が若干残っ

ているため、更に電極間距離を縮めることにより、合金

微粒子のみが生成する条件を見いだしていく予定である。 

 触媒性能の評価については、金属微粒子サイズがまだ

市販の触媒と比較して大きいため、ふるわない結果とな

ったが、上記課題を解決し、10 nm 以下の貴金属微粒

子の調製ができれば、市販品と同等以上の触媒が出来る

と確信しており、更に研究を推進していく予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ソリューションプラズマ、貴金属ナノ粒

子、触媒、低電力化 

 
［研 究 題 目］解凍精液から元気な精子だけをオンサ

イトで簡便に得るための技術開発 

［研究代表者］山下 健一 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］山下 健一（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

精子や卵子、受精卵などについて、質の良いものを選

別することは、不妊治療や動物繁殖の成否に直結する。

加えて、所望の性別の個体を得るための技術開発は、畜

産における生産性向上に必須である。このような問題の

解決のため、マイクロ流体を用い精子が自力で運動する

ことに着目した選別手法の研究を行い、牛を対象として、

人工授精にも使える処理量で、高い運動能力の精子を回

収する技術を確立した。さらに運動能力別に捕集できる

という性能を活かし、性別特異的な生化学的性質を融合

することで、性比に偏りのある精液調製技術とした。こ

れまでにも、精液の改質技術はいくつか知られているが、

それらと比較して、精子の運動の理解と適切な流路設計

によって、従来法の百万倍の処理効率を実現し、そのま

ま人工授精に用いることができる濃度と量と処理時間を

実現した点が特徴である。さらに生化学分野の知見を融

合し、精子を傷つけない性選別手法としたことも、従来

の性選別技術と大きく異なる点であり、外国の特許に左

右されず、任意の種牛の精液を処理できる国産の性選別

技術とすることができた。 
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［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］畜産、マイクロ流体、層流、牛、精子、

農業 

 
［研 究 題 目］光電界センサを用いた静電気計測技術の

開発 

［研究代表者］菊永 和也 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］菊永 和也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、非近接で静電気を計測する技術を確立す

ることを目標として、ポッケルス効果を用いた光電界セ

ンサを駆使することで、その高感度な検出技術の確立を

行った。そこでは直流電圧印加した標準サンプルを物理

的に振動させ、それにより誘起された100 Hz の電界が

検出可能な光電界センサを開発する。この光電界センサ

を用いた静電気計測において、測定距離50 mm 以上で、

静電気検出感度誤差が5%以下の計測が可能な計測技術

の開発を目標とした。 

 まず、従来のダイポールアンテナ型光電界センサの評

価を行ったところ、対象物からセンサアンテナまでの距

離を離すにつれて検出感度が悪くなり、対象物を中心と

して電界の強度が最大となるとともに、その横方向では

対照的に大きく減少することが分かった。 

次に、光電界センサのアンテナを平板型にして特性の

評価を行ったところ、平板型でもダイポールアンテナ型

と同様に対象物―センサ間距離を離すにつれてセンサ出

力ならびに検出感度が低下したが、ダイポール型と比べ

てその低下が緩やかになることが分かった。また、アン

テナを平板型にすることによってダイポールアンテナ型

と比べて横方向における検出感度が向上することが分か

った。さらに、対象物に10～100 V の電圧を印加させた

ときの対象物直上におけるセンサ出力値より、検出誤差

が対象物―センサ間距離20 mm のとき1.3%、40 mm
のとき3.5%、60 mm のとき4.7%、80 mm のとき9%
であった。これより、当初の目標である50 mm 以上に

おいて、検出感度誤差5%以下を達成した。 

さらに、開発した光電界センサの優位性を明らかにす

るために、この平板アンテナ型光電界センサを用いて、

超低周波電界検出における対象物―センサ間の距離依存

性の評価を行った。平板アンテナの面積を40 mm□～

160 mm□と変化させたときに、対象物直上における光

電界センサ出力値の対象物―センサ間距離依存性を評価

したところ、平板アンテナの面積を大きくするにつれて

検出感度が向上すること、平板アンテナの面積40 mm
□以上では対象物―センサ間距離100 mm でも100 Hz
の低周波電界の検出が可能であることを明らかにした。

これより、非近接で静電気を計測する技術を確立した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］静電気、振動、光電界センサ 

 
［研 究 題 目］強磁性体ステージを有する超高密度ヘ

リコンプラズマエッチング源の開発 

［研究代表者］本村 大成 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］本村 大成（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 3次元に半導体デバイスを集積化させるためには、シ

リコン貫通電極の貫通孔形成による垂直配線技術が必要

とされている。そのためには、シリコン基板の早掘り・

深掘りプラズマエッチング技術の創成およびその装置開

発が重要となる。研究計画として、エッチング速度の工

場のために、1) プラズマの高密度化に伴うエッチング

反応生成物の生成効率を増大させ、ならびに2) 外部磁

場およびウエハ近傍磁場配位の最適化による高密度プラ

ズマの効率的輸送の技術 を融合させる。さらに、深掘

りエッチングのために、3)イオンの運動量輸送方向を磁

力線に平行にするために真空排気システムの最適化によ

る低ガス圧力環境の実現 も1), 2) に加えて同時に実現

することが重要となる。 

 本年度は、高密度プラズマ生成法の確立のために、I) 

プラズマ生成システムの開発に加えて II) 磁力線をウ

エハ近傍に効果的に収束するために、ウエハ保持具に強

磁性体をもちいた装置の開発を行って、当該装置を用い

た原理実証実験を行った。その結果、数値目標として掲

げていた強磁性体ステージ前面10 mm で、入力 RF パ

ワー1 kW 以下を投入し、プラズマ密度1018 m-3を達成

できた。また、本システムを用いたエッチング速度は1 

µm/min 以上であった。今後、本高速エッチング方式を

用いて微細加工パターンが可能なエッチング条件を評価

していくことで、新たなプラズマプロセス装置への応用

展開を実施していく。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］プラズマエッチング、シリコン貫通電極、

半導体製造 

 
［研 究 題 目］安全・安心な社会構築のための微小エ

ネルギー応答型応力発光体の開発 

［研究代表者］藤尾 侑輝 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］藤尾 侑輝、徐 超男（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］  

本研究では、0.01%の微小ひずみに対する応答性を発

現させた応力発光体の開発を目標とする。本目標を達成

するために、微小エネルギーに対する応答性の発現因子

を明確にし、得られた発現因子を材料調製法の系統的な

探索により応力発光体の調製条件を最適化し、0.01%の

微小ひずみに対する応答性を発現させる。 

 まず、応力発光体を調製する際の焼成温度（粒子成長

度に相当する）と最小ひずみ値との相関について、走査
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電子顕微鏡による粒子形態観察や X 線による結晶構造

解析、放射光 X 線吸収微細構造解析による発光中心元

素の局所構造解析をおこなった。その結果、微小ひずみ

に対する発光特性は粒子径に依存せず、発光中心元素の

局所構造や粒子形態に影響することが示唆された。次に、

応力発光メカニズム（キャリアトラップモデル）に基づ

いた検討を行った。製造した応力発光体の応力発光メカ

ニズムは、紫外光等で励起されたキャリア（電子または

ホール）が SrAl2O4母体中の欠陥に由来するトラップ準

位に捕捉され、微小な力学的刺激によって解放されるこ

とで応力発光を引き起こしていると考えられる。そこで、

微小ひずみ応答型応力発光体の熱ルミネッセンスグロー

曲線を測定したところ、室温から300℃までの昇温にお

いて50、130、200º℃付近にピークが存在し、50および

130℃付近のピーク強度が高いことがわかった。また、

微小ひずみ応答性の乏しい材料と比較すると、微小ひず

み応答型応力発光体のピーク位置は10～20℃程度低温側

にシフトしていることがわかった。これは、微小ひずみ

応答型応力発光体中にトラップされているキャリアがよ

り小さな熱エネルギーによって解放されることを意味す

る。すなわち、微小な力学的刺激によってもキャリアが

解放されるため、微小ひずみに対して応答していること

が示唆された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］応力発光体、ひずみセンサ、構造体診断

技術 

 
［研 究 題 目］安全管理を目指した高圧環境下における

応力分布測定法の実現 

［研究代表者］寺澤 佑仁 

（生産計測技術研究センター）  

［研究担当者］寺澤 佑仁、徐 超男、末成 幸二、 

松尾 修身、久保 正義、古澤 フクミ、

川崎 悦子（産総研特別研究員1名） 

［研 究 内 容］  

 近年、水素社会構築のため、70 MPa 級の超高圧水素

用複合容器の利用が検討されるなど、高圧設備への関心

が高まってきている。一方で、高圧設備の強度解析の多

くは比較的単純な特徴抽出や有限要素法などのモデリン

グ手法に頼っていたため、推定精度の安定性が必ずしも

高くないという問題が残されており、実験的なアプロー

チにより高圧環境下におけるひずみ・応力分布および、

疲労き裂の進展挙動の可視化が切望されている。本研究

では、高圧環境下で応力発光センサを適用することで応

力分布および、疲労き裂の進展挙動を実験的なアプロー

チにより可視化を行った。 

 応力発光センサを用いた実験的なアプローチにより圧

力容器内部の応力分布測定を行うため、大きく分けて

「(1) 圧力容器内部への応力発光センサ塗装条件の最適

化」、「(2) 圧力容器に応力発光センサを実装し、疲労サ

イクル試験の実施」の2点について詳細な実験を実施し

た。 

 本研究では、まず始めに「(1) 応力発光センサの塗膜

条件の最適化」を行い、40 MPa の水圧下において1週

間以上の耐久性を持つ応力発光センサの開発に成功し、

実際の過酷環境下でも応力発光技術による応力分布の有

効性を示した。さらに、「(2) 圧力容器内の応力分布の

可視化」では、(1)で最適化した条件を元に複合容器の

内外に応力発光センサを設置し、水圧サイクル試験を行

った．その結果、応力発光センサは、複合容器内部の応

力分布のみならず、き裂の検知に対しても有用であるこ

とを実証した。 

 今後は、さらなるデータ取得を行い、発光の閾値を設

定することで、き裂の進展具合の定量化や、圧力設備等

の余寿命診断を行っていく予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］応力発光、センサ、高圧環境、応力分布 

 
［研 究 題 目］光透過性を可変できる保育器応用に資す

る調光デバイスの開発 

［研究代表者］田嶌 一樹 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］田嶌 一樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業における目標は調光用保育器に適する調光機能

を有する材料開発ならびにプロセス開発が主である。実

施例として薄膜材料を用い、方法としてクオリティの高

い材料作製が可能であるマグネトロンスパッタリング法

を選択した。種々材料性質の影響因子として、成膜時印

加電圧、真空度、ガス混合比、膜厚、構造などがあり、

特に当該開発において調光機能としての切り替え速度は、

成膜時圧力が大きな要因であり、圧力を制御することで

円滑な調光機能を発現する薄膜作製条件を見出した。 

当該用途においてはポリカーボネートを基材として用い

るためフレキシブルデバイスの作製も可能とした。連携

研究者は本デバイスの保育器への適用可能性を調査した。 

 より具体的には、本研究の目標として設定した調光機

能の高機能化と実応用を勘案した実際の保育器用フード

に使用されている材料（ポリカーボネート素材）へのデ

バイス構築の観点で主に研究開発を遂行した。より詳細

は下記実施内容に記載するが、たとえば、当初提案にお

いては、マグネシウムをベースにした金属材料を用いた

調光デバイスの開発を実施し、当該材料においても材料

組成と調光性能との相関など一連の関連性について系統

的に分析・解析を行い、最適な調光性能をもたらす材料

作製の手法を見出した。さらに得られた技術情報を発展

させ、新規に酸化物材料を用いた調光デバイスの開発・

設計にも取り組み、酸化ニッケルを適用した新たなデバ

イスを創出した。本関連研究成果において、2014年1月

開催の nanotech2014に出展を行い、好評を博した。連
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携研究者において実際の保育器への当該デバイス設置に

よる具体的特性評価に関わる評価手法の検討を行ってい

る。しかしながら、現状では、透過性能ならびに実際の

保育器組み込み手法、材料の大型化などに課題があるた

め連携研究者とさらなる発展的な共同研究開発が必要で

あると考える。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］薄膜、スパッタリング、調光、色合い、

保育器、医療応用 

 
［研 究 題 目］高温耐酸化性を有するレアメタルフリー

工具用材料の開発 

［研究代表者］下島 康嗣 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］下島 康嗣、松本 章宏 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

硬度と強度のバランスの良い WC-Co 超硬合金は、産

業界で広く利用されてきた。ところがその主成分である

タングステンやコバルトは、レアメタルであるため、カ

ントリーリスク等により供給が不安定であり、早期の代

替材料への転換が求められている。本開発では、代替材

料の有力候補である炭化チタンと金属間化合物である鉄

アルミ合金による新規サーメットの開発を目的に、高温

耐酸化性が優れ、スローアウェイチップとしての利用に

耐えうる硬度 16GPa 以上、抗折力 2GPa 以上の材料の

開発を目標とした。 

本研究課題にて解決すべき課題は、結晶粒微細化と均

質混合を目的とした混合粉砕プロセス時に発生する、抗

折力、破壊靭性、高温耐酸化性の低下の原因となる、

FeAl 粉末の酸化である。 

この酸化の問題を低減することができれば、抗折力を

向上させ、目標となる 2GPa をクリアできると考え、以

下の技術開発を行った。 

(1) 低酸化混合粉砕技術の開発 

 TiC と FeAl を用いて湿式混合粉砕を行う場合、過

去の実験より溶媒の種類によって混合粉砕後の粉末の

酸化量が有意に異なった。そこで、短時間で粉砕混合

を可能としながら、粉末の酸化を減少させる有機溶媒

を探索した。具体的には、粘性が低く、含水量が少な

く、TiC ならびに FeAl に対して影響を与えない有機

溶媒を探索した。また、有機溶媒の種類と混合時間が

機械的特性に与える影響を明らかにし、TiC-FeAl 粉

末の酸化を極小化しながら、結晶粒微細化と均質混合

を同時に実現する低酸化混合粉砕技術の開発を行った。 

(2) 雰囲気制御焼結プロセス技術の開発 

 酸化の進んだ TiC-FeAl 混合粉末を真空雰囲気にお

いて通電加圧焼結を行った場合、X 線回折分析の結果、

TiC の炭素欠陥が認められた。そこで雰囲気を制御し

て焼結を行うことにより、炭素欠陥の少ないより健全

な TiC-FeAl 合金の焼結を試みた。具体的には、窒素

雰囲気やアルゴン雰囲気にて焼結を行い、雰囲気が組

成に与える影響を調べ、機械的特性、高温酸化試験な

どとの関係を解明し、より健全な TiC-FeAl サーメッ

トの焼結を目指した。 

これらにより硬度 16.7GPa、抗折力 2.0GPa、破壊靱

性値 7.0 を達成した。また焼結雰囲気を制御することに

より、硬度 15.3GPa、抗折力 1.9GPa、破壊靱性値 9.3

を達成した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］硬質材料、サーメット、レアメタル代替 

 
［研 究 題 目］高耐久性・高意匠性を両立する木質成形

体の開発 

［研究代表者］三木 恒久 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］三木 恒久、関 雅子、重松 一典、 

金山 公三（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

本研究開発では、産総研のシーズである流動成形を用

いて、これまでに無い全く新しいテクスチャ・外観をも

つ高意匠性木質製品を創出する。このために、使用する

木質素材や添加剤の種類と導入条件、更に温度や圧力な

どの成形条件を検討する。そして、製造条件と物性の関

係を明らかにし、高耐久性・高意匠性を両立する木質成

形体の開発を目指す。 

本研究開発によって、得られる成形体の色について所

定の色情報範囲で制御する方法と新たな加飾としての透

光性の発現条件を導出した。また、汎用樹脂などの耐久

性・強度を保持しつつ、流動成形によって生じる独特の

柄を再現することも可能になった。これらの研究成果に

よって、既存の木質製品では実現することのできない薄

肉製品や複雑形状かつ斬新な形状・色をもつ木質製品を

創出できる新たなシーズを見出すことができた。そして、

化粧筆柄・小物筐体などの実用サンプルを試作し、流動

成形品が与える質感やイメージなどの感性工学的評価な

らびにユーザによるアンケート調査・コスト試算によっ

て、製品が展開できるより幅広い市場を模索した。 

具体的な成果は以下のとおりである。 

① JIS K 5600 CIELAB 色空間において、L*で50～

60、a*で8～12、b*で15～30の範囲の色を再現する

製造条件を導出した。 

② 550nm での光透過率を10%～30%の範囲で再現可

能な条件を導出した。 

③ 曲げ強度100MPa、耐水・耐溶剤形状安定性1%以

下を達成した。 

④ サンプル製品官能評価およびユーザアンケートを

実施するとともに、電子機器、スポーツ用品、環境

を意識した商品などの展示会を調査し、本開発製品

が適用できる商品分野の模索と実用化へ向けた物性
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への対応や成形精度の向上など、今後の課題を探る

ことができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］木材、流動成形、意匠性、耐久性、塑性

加工 

 
［研 究 題 目］高融点材料の摩擦撹拌接合を実現するサ

ーメット製ツール材料の開発 

［研究代表者］細川 裕之 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］細川 裕之、松本 章宏 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 摩擦撹拌接合法は現在、主に軽量金属部品に利用され

ている。しかしながら、鉄系合金などの高融点材料の接

合についての実施例は少ない。高融点材料においても原

理的には摩擦撹拌接合は可能であるが、接合時にツール

温度が高くなることで、ツールの酸化と軟化が起こり、

工具寿命が短くなる。その結果、コストが高くなるため、

高融点材料には適応されていない状況にある。したがっ

て、鉄系材料などの高融点材料の摩擦撹拌接合を実用的

に可能とするツール材料開発が強く求められている。 

 そこで本研究開発では、Ti(C, N)-Ni 系サーメットに

着目し、摩擦攪拌接合ツール用材料を作製することを目

的とした。組成の最適化を図った結果、耐高温酸化性

0.045kg/m2、硬度940HV、強度2910MPa を達成した。

本材料でツールを作製、摩擦攪拌接合を行い、継手強度

75%を達成した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］摩擦攪拌接合、硬質材料、破壊靱性、硬

度 

 
［研 究 題 目］研究領域「プロセスインテグレーション

による機能発現ナノシステムの創製」

「光神経電子集積回路開発と機能解

析・応用」 

［研究代表者］下島 康嗣 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］下島 康嗣（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

シナプス後膜に流れる電流を正確に測定できる培養型

イオンチャネルバイオセンサー内に、神経細胞ネットワ

ークを形成してレーザー光で活動電位を制御して記憶や

学習特性を測定することは、脳の高次機能の解明や神経

変性疾患の診断、ならびに創薬に非常に有用である。 

 神経細胞の電位を効率よく測定するためには、神経細

胞のサイズに適合した計測素子を精度よく複数配置して、

さまざまな信号を同時に獲得することが可能なマルチチ

ャンネルセンサー化が必要である。そこで本研究では、

ナノ加工技術を駆使してイオンチャネルバイオセンサー

の多チャンネル化のための微細加工技術開発を行ってき

た。 

 これまで、多点計測素子開発においては、PMMA 基

板の微細貫通孔形成を X 線リソグラフィで行っている。

昨年度では、一つの神経細胞に対して、同時に5か所で

計測を行うイオンチャネルバイオセンサー用 X 線マス

クを開発した。本年度では、4つの神経細胞に拡張し、

それぞれの細胞を同時に5か所で計測を行うことのでき

るセンサー用 X 線マスクを開発した。その際の加工形

状・深さならびに加工位置精度は、直径2µm の貫通孔、

相対的な位置精度±3µm であった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］微細孔加工、X 線マスク加工、FIB 

 
［研 究 題 目］「微細加工プラットフォーム実施機関」

ナノプロセシング・パートナリング・プ

ログラム（超微細加工・計測・分析支援

とその技術者養成によるイノベーション

創出） 

［研究代表者］金山 敏彦（つくばイノベーションアリ

ーナ推進本部） 

［研究担当者］秋永 広幸、三沢 源人、島 久、 

和田 恭雄、増田 賢一、松野 堅吉、

佐藤 平道、飯竹 昌則、羽山 和美、

蜂谷 智央、山崎 将嗣、中島 忠行、

大塚 照久、郭 哲維、唐澤 しのぶ、

高村 雅美（ナノエレクトロニクス研究

部門）（常勤職員3名、他13名） 

秦 信宏、浅沼 周太郎、落合 幸徳、

島本 直伸、有本 宏、安宅 龍明（つ

くばイノベーションアリーナ推進本部）

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］  

目的： 

 産総研の強みであるナノエレクトロニクス、

N&MEMS、マテリアルサイエンス、フォトニクスの研

究領域と融合領域を中心とした役割を微細加工プラット

フォームに属する各機関と連携して担うため、高い利用

者満足度、産学官の利用者が支援を受ける機会の公平性、

適切で公正な受益者費用負担、共用施設の安全管理、ナ

ノテクノロジー研究の発展と産業界の技術課題の解決に

つながる支援・サービスの提供、ナノテクノロジープラ

ットフォームの持続的な発展、並びに、同じプラットフ

ォームに属する他機関及びナノテクノロジープラットフ

ォーム事業全体との連携と貢献を運営の基本方針とする。 

利用申請から支援実施への流れと利用料算出方式につ

いて、代表機関及びプラットフォーム内各機関と統一化

による利用者の利便性最適化に向けての調整を行うとと

もに、微細加工プラットフォームの代表機関及び実施機

関との間でこれらの共用システム、課金体系、入り口の



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(643) 

知財管理方式の整合をはかることにより、支援申し込み

利用者に対してタイムリーで最適なサービスを提供する

ことができるワンストップサービスの微細加工プラット

フォーム共用システムを構築する。 

共用設備運用機関の合同によるワークショップの開催、

産業技術振興のためのイベントに共用設備運用事業紹介

を出展、産学連携のためのオープンラボ出展、多機関合

同による人材育成スクールの開催を通じた産学連携、異

分野融合、新規利用者開拓活動を積極的に推進する。ま

た微細加工プラットフォームの中では、代表機関のプラ

ットフォーム運営責任者等に協力し、プラットフォーム

の運営に最大限の貢献を行う。本機関がこれまでのナノ

テクノロジー支援事業の中で培ってきたホームページ上

での利用者登録、支援申請、装置予約のシステムや異分

野融合の技術支援のノウハウをプラットフォーム内全体

で共有してプラットフォーム運営システムの構築に貢献

するとともに、プラットフォームの産学連携、異分野融

合、新規利用者開拓を目的とした外部連携活動の実施に

協力する。また、本機関の活動状況、実績をタイムリー

に代表機関に報告するとともに、センター機関や各代表

機関が行う連携・交流活動への積極的な協力を行う。 

年度進捗状況： 

① 共用施設の運用 

 本事業では、有料民間ファウンドリとは一線を画し

た、真のイノベーション・ハブ機能を備えた共用施設

となることを目指した。いわゆる「ファウンドリ・サ

ービス」機能としても最先端の研究環境を提供できる

場であると同時に、プレコンペティティブ段階（前競

争段階）にある研究内容に関しては、それら研究分野

の融合、産学官の広範囲な研究者・研究機関のネット

ワーキング、事業内外における人材育成を推進する場

となるような取り組みを進めた。 

 より具体的には、産総研ナノプロセシング施設にお

いて、機器利用、技術補助、技術代行、共同研究、技

術相談からなる年間179件の支援を行った。また、本

年度の機器利用に伴うトレーニング件数は目標を大幅

に超える446件、要素技術スクール育成人数は年間119

名であった（連携スクールの受講者数を含まない数）。

また、外部共用率の目標値30%、このうち民間企業が

占める割合の目標値12%を超える運用を行った。（平

成25年度途中に本事業で再定義された計算式を用いる

と、外部共用率は約65%、民間企業が占める割合は約

85%となる。） 

② システム高度化と安全管理 

 本年度はシステム高度化の一環として本事業初年度

である平成24年度の実施実績に基づいた各種規程類の

最適化を行った。利用申請、安全管理のための規程類

などについて、代表機関と協議してナノテクノロジー

プラットフォーム事業用に最適化した。施設面での管

理を高度化し、より効率的な支援業務を目指して、施

設・装置の日常点検と安全管理、薬品管理、在庫品管

理、マニュアルの見直し及び最適化を行った。 

 産総研外部研究者の利便性を高め、安全に上記研究

支援活動を行うために構築してきた装置予約、利用時

間管理、利用者による支援進捗状況の確認などを、イ

ンターネットを介して実現するネットワーク環境の改

良を行い、外部共用率、特に企業ユーザーの利用を促

進することができた。 

③ 外部連携活動と人材育成事業 

 高校生や大学・大学院生の長期休暇を利用した実習、

大学・独立行政法人の若手研究者、地域にある公設研

の研究者や企業の中堅技術者など、多様な人材に対す

る要素技術の習得を目指したスクールを開催し、人材

育成を通じて、受講者に要素技術等を習得してもらい、

受講者の研究・開発の進展に貢献した。本年度は特に、

微細加工プラットフォーム内の機関と連携した人材育

成スクール・セミナーを企画し実施した。さらに、微

細加工プラットフォーム内の機関と連携した人材育成

スクール・セミナーにおいては、Web 窓口制作管理、

アンケート集計・解析なども行った。 

 また、外部連携のための情報発信を進めるため、当

該分野における最新情報、当事業で開発され公開可能

なノウハウなどを、産総研外部研究者に向けてニュー

スとして発信し、当委託事業の成果を産学官の研究者

に提供した。また、当委託事業参画機関、公設研など

関連施設との連携を図るためのシステム構築も行った。

この際、支援内容がプレコンペティティブ段階にある

場合には、積極的に外部利用者（派遣元）同士の連携

や研究分野の融合によるネットワーキングを実施した。 

④ 微細加工プラットフォームの連携促進 

 ナノテクノロジープラットフォーム事業の目的に鑑

みて、センター機関、代表機関が実施する各種事業へ

の積極的な貢献を引き続き行った。より具体的に、本

年度は、利用者満足度調査の視点を含めた支援実績の

報告を、微細加工プラットフォーム参画機関であるナ

ノプロセシング施設にて行うとともに、微細加工プラ

ットフォーム実施機関と協力してその手続きフローの

効率化を行った。この他、技術支援者集合研修プログ

ラム「失敗に学ぶ」や技術的な討論を行う交流会の企

画と運営に貢献した。 

⑤ ナノテクノロジープラットフォームの総合的推進 

 プラットフォーム事業の総合的推進を行った。微細

加工プラットフォーム内外機関との連携を密にして、

微細加工プラットフォームの円滑な運営を進めるため、

プロジェクト全体の進捗状況を確認し、計画の合理化

を検討し事業の推進に資することとした。さらに、プ

ラットフォーム事業の総合的推進を担うために重要と

なるコーディネータを雇用して、全国に展開している

プラットフォーム内を一つの構造体として活用し、各

地域に無い機能をプラットフォーム内の他の地域の機
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関が補完するようにマネージメントを行うことにより

シームレスな支援を実現した。より具体的に本年度は、

他のプラットフォームの代表機関や実施機関、センタ

ー機関、プラットフォーム運営統括会議、文部科学省

等との連携・調整を実施し、運営統括会議、代表機関

運営責任者会議、ナノテクノロジープラットフォーム

総会、プラットフォーム調整会議、技術支援者集合研

修プログラム等にて計画の調整、課題対策協議及び進

捗・成果の報告を行うにあたり、代表機関へのサポー

トを行った。このほかにも、成果普及や広報活動、技

術的なプラットフォーム内外の連携、より具体的には、

つくば地区連携事業や9機関連携 MEMS セミナー・

実習等を主体的に行った。さらには、センター機関か

らの依頼を受けて、アジアナノフォーラムにおける

「Young Scientist Program」の企画と実施を行った。

この他、コーディネータが現地に赴いて各機関の状況

の把握と微細加工技術の共有化を推進するとともに、

当該事業における課題の抽出なども行った。また、こ

のコーディネート活動を含む産総研の体制、プラット

フォーム事業参画形態等を逐次見直すとともに、持続

的発展が可能な我が国における共用システム構築を目

指して、事業全体の中長期計画検討を開始した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］極微細加工、ナノ造形、リソグラフィー 

 
［研 究 題 目］BDNF 機能障害の分子病態の解明と難治

化うつ病の診断・治療法の開発 

［研究代表者］小島 正己（健康工学研究部門） 

［研究担当者］小島 正己、上垣 浩一、清末 和之 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 BDNF の 前 駆 体 （ proBDNF ） か ら 成 熟 体

（mBDNF）へのプロセッシング障害、分泌障害といっ

た BDNF の細胞メカニズムがうつ病の難治化やうつ病

の特定の病態に関連するものと仮定し、その分子細胞病

態の詳細解明、および、基礎研究者と精神科医の連携研

究を行い、難治性うつ病の診断技術と治療法の開発を目

標とする。 

研究計画： 

 うつ病における BDNF 仮説は、うつ病モデル動物に

おいて BDNF 発現が低下するという1995年の報告以来、

重要かつ有望なうつ病仮説として検証が続いている。し

かし、BDNF 自身の検出技術、臨床症状と BDNF 分子

病態との関連解析の遅れ、うつ病に特有な複雑な精神病

理などから、BDNF を指標としたうつ病の診断と創薬

には、有用なモデル動物、バイオマーカーの創出を目指

した基礎研究が第一であり、精査された臨床試料を用い

た検証が重要となる。本年度の研究では、proBDNF に

よるスパイン退縮おいて分子メカニズムの検討を行った 

年度進捗状況： 

 proBDNF の受容体である p75受容体のノックアウト

マウスを用いて、proBDNF のスパイン退縮作用を検証

した。p75ノックアウトマウスから作製した低密度培養

海馬神経細胞では proBDNF のスパイン退縮効果が認め

られなかった。これは、proBDNF のスパイン退縮作用

に p75受容体の活性化が必要であることを示している。

その結果、proBDNF は p75受容体の活性化を介しスパ

イン内部のアクチンフィラメントの含量を低下させるこ

と、さらに、アクチンフィラメント安定化によって

proBDNF の効果が阻害されることを見いだした。これ

らの知見は、proBDNF-p75シグナリングがスパイン内

部のアクチン細胞骨格系を制御している可能性を示唆す

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経栄養因子、神経細胞、うつ病、脳疾

患、治療、メカニズム 

 
［研 究 題 目］化学処理による放射性セシウム汚染土壌

の除染・減容化に関する研究 

［研究代表者］苑田 晃成（健康工学研究部門） 

［研究担当者］苑田 晃成、槇田 洋二、 

チトラカー ラメシュ 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高価な処理設備を必要としない経済性に優れた化学処

理による放射性 Cs 汚染土壌の除染・減容化処理技術の

確立を目指し、Cs 脱着液の濃縮技術と、Cs 選択性捕捉

剤の検討を行った成果を以下に示す。 

 逆浸透（RO）膜を用いて、Cs 濃度2.0g/L 程度の模

擬溶液の濃縮及び NH3と水の回収について検討した。

RO 膜透過液の Cs 濃度は約1.7g/L となり、Cs の85%が

透過し、RO 膜法による Cs の濃縮はできなかった。一

方、ドライアイストラップを付けた減圧蒸留装置を用い

て、Cs 濃度が約2.0g/L の模擬脱着液を処理したところ、

Cs 濃度は7.2-9.9g/L となり、約5倍まで容易に濃縮出

来た。Cs は、溶液中に濃縮され、蒸気成分に分配する

ことは殆どなく、NH3と水を回収できた。このことから、

Cs 脱着液の濃縮においては、RO 膜法よりも蒸留法の

方が好適な事がわかった。 

 吸着剤を用いた Cs の減容化についても検討した。 

 Na 型バーネサイトをカラムに充填し、2mM CsCl 
900mL を流速50mL/h(空間速度:2/h)で通水したところ、

カラム溶出液に Cs が検出されず、全ての Cs を吸着出

来た。水洗後、負荷した Cs を1M NH4Cl 溶液で溶出し、

溶出曲線を得た。Cs 溶出画分を集めると、平均濃度が

23mM となり、Cs を10倍以上に濃縮する事が出来た。 

 Cs 吸着に及ぼす夾雑イオンの影響をバッチ法で調べ

た結果、Na 型バーネサイト単独では、Na や K 等の夾

雑イオンを含む溶液中から Cs を吸着除去することは困
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難であった。 

 大量合成に好適な K 型バーネサイトを合成し、Cs の

吸着性能を評価した。K 型バーネサイトは、広い pH 範

囲で高い吸着容量（＞1mmol/g）を示し、Na 型に比べ

て酸性側での Cs 吸着性が高かった。 

 また、新たに開発したニオブ酸カルシウム型吸着剤

（HCa2Nb3O10•1.5H2O）の Cs 吸着性能評価を行った

ところ、K 型バーネサイトと同様に、酸性側で Cs 吸着

性が高くなることがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］セシウム、吸着、脱着、減容化、マンガ

ン酸化物 

 
［研 究 題 目］鶏卵バイオリアクター化を目指したニワ

トリ生殖巣キメラ率改善技術開発 

［研究代表者］大石 勲（健康工学研究部門） 

［研究担当者］大石 勲、吉井 京子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではニワトリ遺伝子組換えにより、鶏卵をバイ

オリアクターとして活用し、抗体医薬等の有用蛋白質を

安価に生産する要素技術開発を目指した。特に、本研究

では組換え始原生殖細胞をレシピエント胚に移植する際

に、レシピエントの内在性の始原生殖細胞を減少させる

ことで、ヒヨコ生殖巣キメラ率を従来の10%程度から

90%程度に大幅に向上した。また、成鳥精巣内キメラ率

も50%以上に達した。一方、精液内細胞のキメラ率は

0.1-0.5%に留まり、組換え後代もこれまでの所得られ

ていない。鶏卵バイオリアクター技術のボトルネックで

ある低い生殖巣キメラ率を本研究によって大幅に改善す

ることに成功し、組換え系統は得られていないものの、

移植始原生殖細胞の分化不全の解決等次の課題も明確と

なった。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］ニワトリ、遺伝子組換え、始原生殖細胞、

キメラ、細胞移植 

 
［研 究 題 目］光分解性バイモーダルナノパーティク

ルの開発と、がんの可視化と治療への応

用  

［研究代表者］Biju Vasudevan Pillai 
（健康工学研究部門）  

［研究担当者］Biju Vasudevan Pillai、 
Edakkattuparambil Sidharthan Shibu、 

杉野 紗貴子（常勤職員1名、他2名）  

［研 究 内 容］  

 本研究の目的は、MRI における光分解性蛍光磁性バ

イモーダルナノパーティクル（PUNPs）の潜在的用途

を探ることと、in vitro、in vivo および光線力学的治療

（PDT）における蛍光画像を開発・評価することであ

る。 

 最初に、リンカー分子としてクマリン系化合物アリル

エステルを、磁性部位としてガドリニウム錯体もしくは

超常磁性の鉄酸化物ナノパーティクル（SPIONs）を、

蛍光部位としてポルヒィリン放出させた NIR、Au25量
子クラスター（QCs）、あるいは CdSe/ZnS 量子ドット

（QDs）を用いて PUNPs の精製を行った。あるいは2

光量子放射化することで、リガンドとナノパーティクル

を連続的にフォトアンケージした。次に、有機分子、成

長ホルモン、もしくは神経ペプチドを用いて、PUNPs
をバイオコンジュゲートに変換した。そしてそれは、ヒ

トおよび動物細胞のラベリングとイメージングを連続的

に行うことを可能にした。 

 最後に、バイオコンジュゲートした PUNPs をマウス

の静脈に注入し、in vivo 分解でも同様に行った。パー

ティクルは初期段階では血液内を循環し、その後肝臓に

蓄積され、48時間以内に尿を通して除去された。それは

MRI と NIR 蛍光イメージング、尿サンプル分析が見ら

れた結果と同じである。さらに、金 QCs とポルフィリ

ンから構成されるナノパーティクルの PDT における潜

在性を確認した。これは、生体細胞内外での一重項酸素

の創製、検出、解析によって行われ、PDT における基

礎となりうる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノテクノロジー、ナノパーティクル、

バイモーダリティ、in vivo 画像、細胞

画像、光線力学的療法 

 
［研 究 題 目］超高真空、低温チップ増強ラマン分光イ

メージング装置の開発 

［研究代表者］伊藤 民武（健康工学研究部門） 
［研究担当者］伊藤 民武（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
概要： 

分子中の構造情報まで測定可能な唯一のナノイメージ

ング手法であるチップ増強ラマン散乱イメージング

（TERS イメージング）を安定に測定できる装置を目標

とし、そのために超高真空、低温 TERS イメージング

装置、探針、標準サンプルの開発を行う。従来の大気中

TERS 装置は、TERS 信号強度の安定性に欠け、材料研

究などの評価ツールとしては基礎研究レベルにとどまる。

本研究では探針の最適化手法を構築し、安定性、再現性

の高い TERS 測定を実現に貢献する。 
目標： 
 本開発では、電磁解析計算として FDTD 法を用い

TERS 探針先端のプラズモン増強場の強度とスペクトル

を明らかにすることを最終目標としている。FDTD 法

ではマクスウェルの方程式を直接、空間・時間領域での

差分方程式に展開して逐次計算をすることで任意の探針

先端周囲の電場を決定できる。本実施期間では 0.5nm
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程度の空間刻み条件で探針先端のプラズモン増強電場を

現実的な計算時間で定量的に評価するために必要となる

コンピューターの性能と計算ソフトウエアの調査・選定

する。 
 電磁解析計算で取得された探針先端のプラズモン増強

電場を評価するためには実験的にプラズモン増強電場を

計測しなければならない。本実施期間では、新しい手法

として弾性散乱スペクトルを利用する準備を行う。探針

先端からの弾性散乱スペクトルを選択的に取得できれば

探針先端のプラズモン共鳴の情報を簡便に得られる可能

性がある。 

進捗状況： 
 FDTD 法を用いた探針先端のプラズモン増強電場の

評価について、市販のグラフィックボード増設した PC
と市販の FDTD ソフトウエアを組み合わせ使用すれば

実現可能となることを明らかにした。 
探針先端のプラズモン共鳴について、既存の暗視野顕微

鏡を用い企業から供給された探針先端からの弾性散乱ス

ペクトル測定可能とする光学システムを構築した。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］チップ増強ラマン散乱（チップ先端のラ

マン散乱増強で計測する手法）、プラズ

モン（伝導電子の集団振動）、グラフェ

ン 

 

［研 究 題 目］超高速リアルタイム PCR システムを用

いた性感染症起炎菌の高速（即日）診断 

［研究代表者］永井 秀典（健康工学研究部門） 

［研究担当者］永井 秀典（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 超高速リアルタイム PCR システムを用いて

multiplex DNA probe PCR 法による性感染症起炎菌を

即日診断するツールの開発の可能性を検証する。本シス

テムを用いた PCR 法は、クラミジアと淋菌あるいは両

者の混合感染を識別する。各 PCR に要する時間は約10

分であり、今回の目標値としては淋菌感染と診断された

症例でも30分以内の診断を達成できることを目指す。 

研究計画： 

 本研究では、青・緑・赤の3色の蛍光を同時計測可能

な多色蛍光検出器を利用し、multiplex PCR 法を実行

できる超高速リアルタイム PCR システムを開発した。

3種類の標的 DNA に対する標識蛍光色素の異なる

TaqMan プローブを使用することにより、リアルタイ

ム PCR 法に基づきサーマルサイクリングの伸展により

標的 DNA が増幅するにつれ増加するサイクル毎の蛍光

強度変化を記録し、蛍光強度がある閾値を超えるサイク

ル数（Ct 値）を算出することで、初期の標的 DNA 量

を定量することが可能である。DNA probe 法を併用す

ることにより淋菌及びクラミジア、さらにコントロール

としてヒトβアクチンに特異的な遺伝子の同時検出につ

いて検討を行った。 

年度進捗状況： 

 超高速リアルタイム PCR には、高速な DNA ポリメ

ラーゼを利用する必要があり、それに合わせ溶液組成や

アニーリング条件の最適化が必要であることから、クラ

ミジア抽出 DNA および淋菌抽出 DNA をターゲットし

て DNA ポリメラーゼ濃度、アニーリング温度、リアル

タイム PCR による定量性について検討した結果、45サ

イクルのサーマルサイクル時間は、9分40秒と目標の約

10分以内であった。これにより同一試料からの多項目同

時計測を達成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］PCR、マイクロ流路、POCT、感染症 

 
［研 究 題 目］エネルギー集中型マイクロ波照射装置に

よる微粒子表面の局所加熱効果を用いた

高効率顔料表面改質プロセスと機能性顔

料の実用化開発 

［研究代表者］西岡 将輝（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］宮沢 哲、西岡 将輝、宮川正人、 
千葉 怜美衣（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 インクジェットやカラーフィルターに用いられる顔料

は、顔料そのものが持つ発色性に加え、微粒子である顔

料の分散性も顔料性能に大きな影響を与える。そこで本

研究では、発色性を損なわない表面改質処理プロセスを

新しく開発することを目的とする。すなわち従来湿式法

（バッチ型・外部加熱）に代わり、顔料原体表面近傍を

選択的に加熱し反応場を局在化することで、不要な場所

での反応を最小限に抑えることで、少量の添加剤使用で

膜厚の均一性を保てることが可能な表面改質プロセスの

実現を目指す。反応場の局在化にはマイクロ波による非

接触・選択的加熱を用いる。 

 平成25年度は既存のエネルギー集中型流通型反応器マ

イクロ波反応装置をもとに、10L/day の顔料分散溶液を

表面処理できるマイクロ波表面改質反応装置を完成させ

た。この装置は、複数のマイクロ波リアクターモジュー

ルを並列・直列に接続できる構成となっており、逐次的

な表面処理反応にも対応可能である。また、マイクロ波

反射波から反応器内の状態（温度、気泡の発生、反応管

の汚れの付着）をリアルタイムに監視することができる。

本表面改質反応装置を用い、複数種類の顔料に表面改質

剤導入処理を実施し、導入効率について評価を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］顔料、表面処理、マイクロ波 

 
［研 究 題 目］希釈溶剤代替として高圧 CO2を用いた

低環境負荷型建設機械塗装技術の実証研
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究 

［研究代表者］川﨑 慎一朗（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］川﨑 慎一朗、弦巻 武久 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、建設機械向けに CO2塗装技術を適用する

ことを目標として、産総研は操作条件の検討、微粒化及

び成膜メカニズムの解明を研究課題とし、日立建機は大

流量噴霧が可能な実証試験装置を製作し、その装置を用

いた噴霧試験を研究課題としている。建設機械塗装は、

2液硬化型塗料を用いた10～15MPa の条件から噴霧する

圧力噴霧塗装（エアレス塗装）である。希釈溶剤を高圧

CO2に代替することで VOC を削減し、塗膜乾燥のエネ

ルギーを低減できる。また、被塗装物が大きく、ロボッ

ト塗装が適用できないため、塗装ブースに作業員が入っ

て塗装を行っている。よって、希釈溶剤を CO2に代替

ができれば作業環境も大幅に改善できる。 

 現在までの検討により、希釈溶剤半減の状態で良好な

成膜性能を得る操作条件を把握した。今回用いている塗

料は、CO2を添加して粘度を低下させ、スプレーを行う

際、微粒化させ過ぎると、真溶剤中の溶剤成分も揮発す

ることが分かり、塗着時の粘度が上昇してレベリングが

悪化して塗膜性能が悪くなる。従って、あえてノズル穴

径を少し大きめにして微粒化抑制を行うことで、良質な

塗膜を得ることができることが分かった。 

 今後、微粒化解析と併せて塗着粘度の計測を検討し、

良好な成膜を得るためのメカニズムを検討する計画であ

る。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］低環境負荷、製造技術、VOC 削減、省

エネ 

 
［研 究 題 目］反応性イオン液体の CO2吸収機構解明 

［研究代表者］金久保 光央（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］金久保 光央、牧野 貴至、 
新妻 依利子（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 膜分離法は、体積効率の高い省エネルギー技術であり、

種々の条件の CO2発生源を対象として、脱炭酸を実現

可能な技術である。本研究開発では、室温から高温、常

圧から高圧（～3 MPa）、低湿度から高湿度までの全て

の性状ガスに対応できる、イオン液体を利用した CO2

選択透過膜を創製する。そのためには、分離膜の設計に

あたり、イオン液体の CO2吸収量や輸送特性、及び水

蒸気の影響等を明らかとし、熱力学的な見地から CO2

吸収メカニズムを考察することが不可欠である。 
 平成25年度は、各種アミノ酸イオン液体の基礎物性お

よび CO2吸収量を測定し、分子構造が各物性に及ぼす

影響を明らかにした。CO2はアニオンと化学反応し、カ

チオンの関与は小さいことを分光分析により見いだした。

また、平衡関係に基づく熱力学的解析から、アミノ酸イ

オン液体に化学的および物理的に吸収された CO2の割

合を明らかにし、高 CO2分圧域におけるイオン液体の

分子設計指針を得た。さらに、各イオン液体の CO2吸

収前後の自己拡散係数を測定し、カチオンならびにアニ

オンともに CO2吸収により拡散係数が減少することを

示した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］分離膜、二酸化炭素、イオン液体、省エ

ネルギー 
 
［研 究 題 目］木質バイオマスの全炭素成分有効利用を

目指した触媒化学変換技術の開拓 

［研究代表者］山口 有朋（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］山口 有朋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 二酸化炭素排出量削減や、化石燃料資源の枯渇・価格

の高騰に対応する脱化石燃料社会の実現のために、再生

可能資源から有用物質の製造が世界的に求められている。

特にバイオマスは炭素資源であり、現在石油から作られ

ているプラスチックの代替化学品を製造可能なことから

バイオマスの利活用技術の開発が求められている。本研

究では、木質系バイオマスを反応物として利用し、セル

ロース・ヘミセルロース・リグニンのすべての炭素成分

からそれぞれプラスチックや医薬品の原料を製造する触

媒化学変換技術を確立する。 

 木質バイオマスは、主にセルロース、ヘミセルロース、

リグニンで構成されている。本研究ではそれらの成分を

分離する前処理過程を省き、木質バイオマスを反応物と

して反応条件を変えて化学変換を行い、すべての炭素成

分を有用物質に変換する。本研究により開発される技術

により、木質バイオマスの全炭素成分をバイオプラスチ

ック原料へと変換可能になり、二酸化炭素資源化に貢献

可能である。 

 木質バイオマスの全炭素成分有効利用を実現するため

に、木質バイオマスに含まれるセルロース・ヘミセルロ

ースを有用化学物質に変換する反応を行った。木粉を反

応物として、水素化分解反応による糖アルコールへの効

率的な変換反応に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］木質バイオマス利用、担持金属触媒、高

温水反応場 

 
［研 究 題 目］セルラーゼとリジン脱炭酸酵素の高機能

化・低コスト化技術開発（Ⅰ）－解析と

改良 

［研究代表者］石川 一彦（バイオマスリファイナリー
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研究センター） 

［研究担当者］石川 一彦、片岡 未有 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究は、低炭素社会実現に貢献するバイオポリマ

ー原料であるモノマー（ジアミン）を非可食性バイオマ

スから低コストかつ省エネルギーで製造するための革新

的製造プロセス開発を目的とした酵素の研究開発である。

産総研では、本工程に必須の耐熱性セルラーゼ（5種

類）の開発を行った。5種類のうち2種類は好熱菌ゲノム

より見出し、タンパク質工学的手法で改変した後、大腸

菌により大量発現生産することに成功した。さらに、糸

状菌においても特殊な形態で発現生産可能であることが

分かった。また、その他2種類の酵素遺伝子を糸状菌か

らクローニングし、その構造情報を用いてタンパク質工

学的に改良することで目的温度域での利用の可能な新規

酵素の構築に成功した。また、ポリマー原料であるジア

ミン生産に関わるアミノ酸関連酵素の耐熱化と実用化を

目指した酵素開発研究を行った。好熱菌ゲノム情報から

本酵素遺伝子を見出し、その遺伝子クローニングおよび

コドンを最適化することで大腸菌による大量発現生産に

成功し、得られた酵素タンパク質の機能解析を行い70℃

での安定性および酵素活性を確認した。しかし、実用化

において比活性が低いことが分かり、本酵素の基礎的デ

ータの収集を行うとともに、タンパク質工学的手法によ

る酵素改良実験に必須である酵素の結晶構造解析を行っ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］糖化酵素、耐熱性酵素、結晶構造解析 

 
［研 究 題 目］高感度 in situ 蛍光イメージングのため

の細胞培養プラズモニックディッシュの

作製 
［研究代表者］田和 圭子（健康工学研究部門） 
［研究担当者］田和 圭子、清末 和之、細川 千絵、

笹川 知里（常勤職員3名、他1名）  
［研 究 内 容］ 
 これまでに、細胞培養ガラスベースディッシュの代わ

りに、プラズモニックチップ上で神経細胞を長期培養す

ることに成功し、蛍光顕微鏡下で明るい細胞の蛍光像を

撮影することができた。本研究では、①汎用的に使える

細胞培養プラズモニックディッシュを作製し、ディッシ

ュで培養された細胞を明るく高 S/N で蛍光観察できる

こと、②プラズモニックディッシュで免疫染色すること

なく培養細胞を in situ に蛍光観察できる系を確立する

ことを研究課題としている。 

 今年度は、作製したプラズモニックディッシュ上で蛍

光性タンパク質を発現させた細胞の培養を行い、生きた

状態での細胞観察を行った。培養細胞の細胞膜上に

SNAP-tag タンパク質を現させた細胞をプラズモニック

ディッシュ上で培養し、生きたまま可視化可能な標本系

として蛍光像を観察することができた。正立落射蛍光像

でガラスベースディッシュ上よりも10倍明るい像を得る

ことができた。また、作製プラズモニックディッシュ上

で神経細胞を培養し、正立透過蛍光像をとると、ガラス

ベースディッシュよりも空間分解能の高い像を得ること

もできた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   
［キーワード］細胞培養ディッシュ、神経細胞、プラズ

モニックチップ、周期構造、蛍光顕微鏡、

高感度イメージング 
 
［研 究 題 目］データセンター用光ネットワーク技術の

開発 

［研究代表者］並木 周（ネットワークフォトニクス研

究センター） 

［研究担当者］河島 整、鍬塚 治彦、森 雅彦、 

堀川 剛、土田 英実、山本 宗継、 

工藤 知宏、高野 了成、亀井 利浩、

昌原 明植（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 ビッグデータ処理に対する需要から、近い将来、デー

タセンターはスーパーコンピュータに匹敵する演算能力

を持つことが求められるようになると考えられている。

一方、スーパーコンピュータのノード当たりの演算能力

は飽和しつつあり、今後、演算能力がこれまでと同様に

伸びるためには、ノード間のネットワーク帯域を大きく

拡大させる必要があることが認知されるようになった。

そのためのフィージビリティスタディとして、本研究で

は、次世代のデータセンターに、光通信の幹線で用いら

れる波長多重（WDM）方式を導入することでネットワ

ーク帯域をどの程度増やすことが可能であるかを検討し

た。このために、波長バンクと呼ばれる新規の多波長供

給方式を考案し、その得失を検討した。演算コアについ

ても帯域を大きくするために、メモリーへのダイレクト

アクセスを行う新しいアーキテクチャを考案した。公衆

網に比べてデータセンターはコストに厳しいため、化合

物半導体や石英平面光回路に比べて、より量産性の高い

WDM 部品が必要であり、シリコンフォトニクスを利用

して集積度を高める必要があることが判った。本研究で

は、今年度、チューナブルフィルタ試作に向けてレチク

ルの設計を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］データセンター、光ネットワーク、光イ

ンタコネクト、コンピュータ 

 
［研 究 題 目］メタデータの付与とヒト遺伝子関連オン

トロジー構築 

［研究代表者］今西 規（創薬分子プロファイリング研

究センター） 
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［研究担当者］今西 規、村上 勝彦 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 公的研究機関から公開されている既存のデータベース

の中にはデータを統合すれば利用価値が高まるものが多

いが、実際にはまだあまり統合化が進められていない。

本研究の目的は、データベース統合化に必要な技術開発

を通じて統合データベースのコンテンツを増やすことに

より、統合データベースの価値を高めることである。今

年度はデータベースアーカイブ化および遺伝子データの

オントロジー構築の2点について研究を行った。 

 データベースアーカイブ化については、KNApSAcK-
Family の DietDish（食物間の食べ合わせ DB）、

FoodProcessor（加工食品 DB）、MetaboliteActivity、
およびかずさ DNA 研の Metabolonote（かずさ DNA
研）の合計4つのデータベースについて、データを統合

しやすい形式（CSV や RDF）に変換し、新たなメタデ

ータを付与して、NBDC への引き渡しを完了した。以

上は NBDC アーカイブサイトから公開される予定であ

る。 

 遺伝子データのオントロジー構築については、H-
InvDB（ヒト遺伝子データベース）の数百あるデータ

要素の中から、選択的スプライシングのタイプ、多型情

報など、特有な表現を持つデータ要素を選別してオント

ロジーを構築した。これにより、例えばカセットエキソ

ンをもつ遺伝子群の検索や、FALDO オントロジーを使

った特定領域（コーディング領域など）に SNP をもつ

遺伝子群の検索などが行えるようになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］データベース統合、ヒト遺伝子、RDF、 

セマンティック Web、オントロジー、

メタボロミクス、食物、加工食品 

 
［研 究 題 目］再生医療のための細胞システム制御遺伝

子発現リソースの構築 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］五島 直樹、鍵和田 晴美、 

福田 枝里子、高坂 美恵子、 

久保 葉子、東 久美子 

（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療における iPS 細胞の誘導、分化誘導、体細

胞のダイレクトリプログラミング等では、遺伝子導入に

よる細胞システム制御技術が極めて重要である。 

 我々は、再生医療研究の加速を進めるために、細胞の

初期化や分化等に関わる時空間特異的な cDNA（スプ

ライシングバリアントも含む）を重点的に取得する。そ

して、再生医療実現拠点との連携を密に取り、細胞シス

テム制御遺伝子発現クローンを整備し、供給体制を整え

る。 

 また、再生医療技術の知識基盤として重要な、細胞初

期化メカニズムや分化誘導メカニズムの解明のために、

注目すべき細胞システム制御遺伝子の機能的プロテオミ

クス解析を独自のプロテインアレイを駆使して実施する。 

① 初期化、分化誘導遺伝子の情報収集 

 再生医療実施拠点との情報交換を行う目的で、下記

3件の研究課題との共同研究契約を締結し、連携内容

に関する打合せを開始した。 

ⅰ) iPS 細胞研究中核拠点：京大 CiRA：山中伸弥教

授／升井伸治講師 

ⅱ) 疾患・組織別実用化研究拠点 A：慶応大：岡野栄

之教授 

ⅲ) 技術開発個別課題：京大 CiRA：長船健二准教授 

② 細胞システム制御遺伝子発現クローンの作製 

 2つの連携先から合わせて41クローンのリクエスト

を受け、その内1クローンについては全長シーケンス

解析まで終え、クローン供給を完了した。残り40クロ

ーンについては引き続き作製を進める。 

③ 細胞システム制御遺伝子発現クローンのデータベー

ス作成 

 既取得のヒト遺伝子クローンと本プロジェクトで取

得した細胞システム制御遺伝子クローンの種々の情報

を格納し、検索、表示が可能なデータベースとして

HGPD-RM（Human Gene and Protein Database 
for Regenerative Medicine）の基本構造を構築した。

データベースは随時連携先に公開し、利用可能クロー

ンのアップデートな情報を提供することを可能とする。

HGPD-RM を元にして各再生医療実現拠点との連携

を密に行い、必要なクローンの取得状況、クローン作

製のリクエスト、取得予定等、情報交換可能な仕組み

作りが基本的に可能となった。 

④ プロテインアレイによる機能的プロテオミクス解析 

 高密度なプロテイン・アクティブアレイの作製を可

能にするため、ピンツール自動分注機（H24年度補正

予算）の購入・立ち上げ作業を行った。アレイ作製に

適したピンの検討を行った結果、先端部直径0.457 

mm でスロットタイプ（溝の容量10nL）のピンが最

適であった。このピンを用いて、1536～6144スポット

／基板の密度でアレイ作製を行うことに成功した。ピ

ン方式であるため現時点ではランダムにスポットの抜

けが生じやすく（30-40スポット/6144スポット）、ス

ポット抜け無くアレイ作製することを次年度以降の課

題とする。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療、細胞システム制御遺伝子、初

期化、分化誘導、iPS 細胞、免疫モニタ

リング 

 
［研 究 題 目］生体防御系を利用した疾患診断の基盤技
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術開発 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］福田 枝里子、小野 智央、塩谷 美夏 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本開発では生体防御系である血液中の抗体をプロファ

イリングし、疾患診断に結び付けることを目的とし、そ

の基盤技術開発を行う。これまでに開発してきた未変性

タンパク質のプロテインアレイは血清中の自己抗体の検

出は技術的に可能であったが、アレイ基板1枚に対して

384種類の抗原タンパク質しか搭載することしかできず、

網羅的な自己抗体検出は極めて困難であった。また、多

検体の血清サンプルを解析して疾患との関連性を調べる

ためには労力とコストが大幅にかかっていた。本プロジ

ェクトでは、これまでに開発したプロテインアレイ技術

をベースとし、多検体を低コストで網羅的に自己抗体測

定を可能とする実践的プロテインアレイシステムの作製

技術の開発を行い、網羅的自己抗体検出システムを利用

した総合的疾患診断システムの構築を行う。また、多数

の血清を基板にスポットし、抗原をプローブとして横断

的に自己抗体を検出するシステムの開発を目指す。これ

らの自己抗体解析システムを使用して、今後の自己抗体

による診断システムの基礎となる健常人（各年齢別、男

女別）および各種疾患患者の自己抗体プロファイリング

データを取得する。さらに自己抗体形成に大きく関与す

る HLA データを取得し、疾患と自己抗体の関連解析を

行うための基盤データを構築する。本システムと基盤デ

ータをもとに総合的診断、早期診断、免疫治療の評価を

可能にする。 

 本開発では、ヒトタンパク質16000種類以上を抗原タ

ンパク質としてアレイに搭載することを目指し、1536ピ

ンヘッドを既存の分注機に装着し、タンパク質合成時の

未変性状態で基板に結合させるオリジナル技術を開発す

る。未変性タンパク質をアレイ化することで立体構想認

識抗体の検出も可能になる。本アレイを使用して、自己

免疫疾患として知られている炎症性腸疾患（クローン病、

潰瘍性大腸炎など）の患者血清70名分の自己抗体プロフ

ァイリングデータを取得する。その結果、以下の成果を

上げた。 

1) 高密度プロテインアレイの開発 

 1536ピンを使用してオイル－タンパク質溶液からな

る W/O 液滴の形成によってタンパク質を未変性状態

で高密度にアレイ化する技術開発のため、ピンの仕様

の検討を行った。SBS 規格プレートの GSH 修飾-aC
基板に約6144タンパク質／SBS 規格プレートの密度

でスポットが可能なピン仕様を決定した。 

2) 高密度プロテインアレイの作製 

 新規アレイ作製プロトコールを作成し、75セットの

プロテイアレイを作製し、北里大学で採集した炎症性

腸疾患患者の血清中の自己抗体プロファイリングに使

用した。 

3) 健常人および疾患の血清サンプルおよび LA タイピ

ング用 DNA の採集のための医師との連携 

 千葉大学医学部の羽田明教授に、10代以下の男女20

名、10代前半の男女10名、10代後半の男女10名、20代

前半の男女10名、川崎病患者70名の血清および DNA
サンプルの収集を依頼し、採集を完了した（合計120

人分のサンプル）。 

4) 血清サンプルの HLA タイピングのための連携 

 上記の3）で取得した DNA サンプル（120人分）を

用いて HLA タイピングを DNA シーケンスレベルで

測定業務を国立遺伝研・井ノ上逸朗逸朗教授に依頼し、

解析を完了した。 

5) 炎症性腸疾患（潰瘍性大腸炎、クローン病患者等）

血清の自己抗体プロファイリング 

 従来のプロテインアレイで絞り込んだ抗原タンパク

質および DNA チップで絞り込んだタンパク質を中密

度プロテインアレイ（384スポット）に搭載し、71例

の炎症性腸疾患血清および10名の健常者血清（ミクス

チャー）のサンプルに対して自己抗体プロファイリン

グを実施した。測定データは参画機関のダイナコムに

よって統計解析を行った。 

以下の多変量解析（Logistic LASS0）を行った。 

・クローン病（active）、潰瘍性大腸炎（active）とそれ

ら以外の腸炎の判別 

・クローン病（active）と潰瘍性大腸炎（active）の判

別 

・クローン病（active）とクローン病（remission）の

判別 

・ 潰 瘍 性 大 腸 炎 （ active ） と 潰 瘍 性 大 腸 炎

（remission）の判別 

 解析の結果、上記1）～4）全てで70～90%程度の確度

で判別可能であるという結果を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］自己抗体、プロテインアレイ、免疫モニ

タリング、抗体プロファイリング、炎症

性腸疾患、クローン病、潰瘍性大腸炎 

 
［研 究 題 目］分散 Structure-from-Motion 法を用いた

自由視点画像合成 Webサービスの実用化 

［研究代表者］山崎 俊太郎（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］山崎 俊太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、大規模な分散メモリ計算環境を利用して

自由視点画像合成 Web サービスの実用化を目指して、

未校正の画像集合から計測対象の3次元構造を復元する

Structure From Motion 法を並列化するソフトウェア、

および復元された3次元モデル用いて Web ブラウザ上で
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自由視点画像合成を行うシステムを開発した。GPGPU
を用いた画像特徴量抽出、特徴量の相関計算、確率伝搬

法を用いた並列 Bundle Adjustment 法による高速化を

行い、従来システムと比較して100倍以上の高速化を実

現した。画像撮影から画像合成までの一連の処理を自動

化したプロトタイプシステムを PC クラスタ上で稼働し、

iPhone5で撮影した 1000画像を用いた 3次元復元と

Safari ブラウザ上で自由視点画像合成を実現した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］Structure-from-Motion、Web サービス 

 
［研 究 題 目］効果の高いチャイルドシート着用推進コ

ンテンツ「本当に子どもを愛するのな

ら」の作成・効果評価・社会周知 

［研究代表者］北村 光司（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］北村 光司、大野 美喜子、西田 佳史、

山中 龍宏（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 交通事故が発生した場合に、チャイルドシートは子ど

もの命を守るのに重要であるが、使用率は約6割と低い

のが現状である。本研究では、この使用率を高めるため

の教育プログラムを開発し、それを普及させることを目

的としている。平成25年度は、保護者の行動・意識の実

態調査、子どもの行動観察、教育コンテンツの開発を行

った。 

行動・意識の実態調査については、週に1回以上、子

どもを車に乗せることのある保護者1008名を対象に

Web アンケートを実施した。その結果から、約40%の

子どもは嫌がること、約30%の保護者は子どもが嫌がる

とチャイルドシートから降ろすこと、自動車の衝突実験

の映像は重傷度の認知の向上に効果があること、チャイ

ルドシートを使うことが難しい状況のうち、他人（友人、

両親、義理の両親）が関わると、その難しさを乗り越え

て使用することが難しいことが分かった。チャイルドシ

ートを着用する頻度が半分以下になる割合は、年齢が上

がるごとに増加するが、特に4歳で顕著に増加すること

が分かり、介入対象であることが分かった。子どもの行

動観察研究では、小型カメラを自動車に設置し、子ども

がチャイルドシートの使用を嫌がる姿の撮影に成功した。

また、チャイルドシートを使用していても、子どもが嫌

がって激しく動いた際に、肩ベルトから片腕が外れてい

ても、保護者は子どもをあやすだけで、ベルトを着け直

すといった行動が見られない、という実態も分かった。 

これらの調査から分かったことをもとに、教育コンテ

ンツ用の基礎となるアニメーションを開発した。2年目

では、教育コンテンツの有用性の評価・改善を行い、普

及のためのキャンペーンを実施する予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］啓発支援技術、教育支援、傷害予防、意

識変容、行動変容 

 
［研 究 題 目］高運動機能性製品設計のための高分解能

4次元計測技術の研究 

［研究代表者］山崎 俊太郎（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］山崎 俊太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、高速度3次元スキャナを開発し、計測対

象の全周から、同時に、高いフレームレートで、高精度

の距離画像を取得する方法を提案した。構造化光投影と

ステレオ復元を併用した3次元復元によって、モーショ

ンキャプチャと同程度のフレームレートと、静止物体の

3次元計測と同程度の計測精度を実現した。また、計測

によって得られた距離画像の時系列に人体モデルを当て

はめ、人間の皮膚の伸縮や皮下組織の移動、着装品の変

形をモデル化する方法を研究した。 

 計画の全体を3つのステップに分け、段階的に遂行し

た。第1に、高輝度と高フレームレートを同時に実現す

る新しい DLP プロジェクタを開発した。第2に、 開発

したプロジェクタと2台の高速度カメラを同期し、高フ

レームレート・時間コード化光投影・ステレオ3次元ス

キャナを構築した。第3に、計測できなかった領域の補

完と、人体上の解剖学的特徴点の自動抽出を同時に行う

手法を開発した。 

 研究期間を通じて、人体運動を計測する技術とモデル

化する技術を研究した。今後は、複数の被験者実験を行

い、統計的な手法によって人間工学的な知見を取得する

研究に取り組む予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高速度3次元計測、構造化光投影、人体

形状モデル 

 
［研 究 題 目］実時間並列ディペンダブル OS とその分

散ネットワークの研究 

［研究代表者］加賀美 聡（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］加賀美 聡、松井 俊浩、西脇 光一、

Simon Thompson、石綿 陽一、 

梶田 秀司、金広 文男、安藤 慶昭、

尹 祐根、佐々木 洋子 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ロボットなど多様な環境で運用される組み込みシステ

ムにとって、想定外の使われ方をした場合や、さまざま

機能を組み合わせたサービスを行った場合などに発生す

る仕様外のエラーは避けられない。また使っているうち

に仕様が変わってきたり、ハードウエアやソフトウエア

のバージョンが改変されることによりエラーが発生する

場合がある。そこでこのようなエラー時にもクリティカ
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ルな事故を起こさないで、システムのダウンを最小限に

し、発生した事故の原因を後から明らかにすると共に、

効率的に PDCA のサイクルをまわすという、ディペン

ダビリティ向上の仕組みが重要となってくる。 

本研究では、a) ～ c) の3つのディペンダブル機能を

提供する OS を実現することを目的とする。a) カーネ

ルおよびアプリケーションの異常をリアルタイムで検出

し、分散ネットワークによりその異常をリアルタイムに

伝達する機能、b) システムを安全に停止させる非常機

能を保護する機能、c）カーネル、アプリケーション、

デバイスドライバの何が悪かったかがロギングにより事

後に解析可能な機能。 

この目的を実現するために Linux に、1）実時間、

2）AMP 機能を実現し、3）カーネルとユーザー空間ア

プリケーションの監視、非常機能の保護、およびロギン

グ、に関わるコードを AMP 機能を利用して独立に実時

間で実行する機能を開発した。 

開発した ART-Linux はユーザー空間から実時間タス

クを実行するシステムコールを提供する OS であり、複

数のコアを非実時間 SMP-Linux と実時間 ART-Linux
の組み合わせにより用いることで、ディペンダブルなシ

ステムが構成可能な設計となっている。H25年度は、昨

年度に Sourceforge より公開した OS のサポートと機能

拡張、Linux のバージョンアップへの追従作業を行った。 

 開発したOSをヒューマノイドロボットHRP2, HRP3, 
HRP4や移動ロボット Pen2,Segway RMPなどで利用し、

つくばチャレンジ等において実証実験を行った。また開

発したOSを搭載した組み込み用ボードが GRX から販

売された。Shaft社は開発したOSを搭載したヒューマノ

イドロボットS1で災害ロボットの競技会の試技会に参加

し、1位の成績を収めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、ディペンダビリティ、実時間

OS、ヒューマノイド、サービスロボッ

ト 

 
［研 究 題 目］外傷記録評価システムおよび ISS 版総

合安全学習プログラムの実装 

［研究代表者］西田 佳史（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］山中 龍宏、西田 佳史、本村 陽一、

北村 光司、大野 美喜子、 

高野 太刀雄（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本課題の目的は、地域安全の世界基準であるセーフコ

ミュニティ、学校安全の世界基準であるセーフスクール

の認証に必要な「根拠に基づいたプログラム」、「事故・

暴力等による外傷の発生頻度とその原因を記録するプロ

グラム」および「プログラム、そのプロセス、変化によ

る影響を評価する基準または方法」「SC 版総合安全学

習プログラム」「安全意識評価システム」「傷害記録評価

システム」「総合安全学習プログラム」の社会実装技術

を進めることにある。この中で、産総研は、「傷害記録

評価システム」「総合安全学習プログラム」の開発と社

会実装を担当する。具体的には、以下を実施する。 

1. 小中学校の校内における外傷に関するデータ（負傷

者の属性や事故の種類、発生場所等）を簡単に入力し

て記録し、図面上に各種データを重ね合わせて表示で

きるソフトウェアを作成し、事故の要因を分析・評価

できる簡易なシステムを開発し、モデル校において検

証する。 

2. 小中学校およびその通学路における「子どもの犯罪

からの安全」を起点にしながらも、交通安全や損傷事

故予防などの他の安全分野を包括し、パッケージ化さ

れた小中学校における総合的な安全学習プログラムを

開発し、モデル校において検証を行う。 

傷害記録評価システムに関して、以下を行った。モデ

ル校である神奈川県厚木市立清水小学校において、現在

使用している外傷記録用紙を用いて収集されたデータを

分析し、小学校等で行う予防活動のための教育コンテン

ツ（校舎・遊具の事故）を作成した。昨年発生した自転

車の加害事故に対応した教育コンテンツのニーズが高ま

ったことから、そのための教育コンテンツを作成した。

清水小学校と協力し、作成した事故予防コンテンツに関

して、朝会を活用し全校生徒に対するレクチャーを行い、

意識変容効果調査を行った。防活動・安全学習のための

項目が入力できる外傷データ記録ソフトウェア（GIS
機能を有する）を試作した。外傷データ記録ソフトウェ

アの導入には至っていないが、紙版の記録票に関しては、

長崎県大村市立三城小学校への導入を行い2013年12月～

2014年1月までに140件のデータ収集を行った。今後、導

入意志のある学校に協力することで記録票やソフトウェ

アの検証を進める計画である。日本スポーツ振興センタ

ーと協力し、厚木市の小学校の事故データ（2009年～

2012年の災害給付・事故データ(3854件）)を入手し、特

定の学校の事故の経年変化や他校との傾向の比較などが

可能であることを検証した。 

総合安全学習プログラムに関しては、以下を行った。

大阪教育大学と産業技術総合研究所が協力し、小学校の

5・6年を対象とした科学的根拠に基づく安全学習プログ

ラムの作成を行った。5－6年生の保健体育の時間の4コ

マを想定したプログラムであり、以下の内容から構成さ

れるものである。①45分 学校の校舎内の危険のレクチ

ャー、②45分 学校の校庭の危険のレクチャー、③45分 

学校の校舎内・校庭の危険に関するグループワーク、④

45分 児童による安全アクションプランの発表会さらに、

そのための指導案（教育観、児童観、指導観、指導計

画）を作成した。東京都台東区立金竜小学校にて、3年

生、6年生を対象に開発した安全教育プログラムを活用

した授業を行うことで開発プログラムの検証を行った。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(653) 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、傷害データベース、

統計数理、データマイング、虐待対策、

傷害予防、傷害サーベイランス技術、意

識変容、行動変容 

 

［研 究 題 目］単結晶ナノキューブのボトムアップによ

る高性能小型デバイス開発 

［研究代表者］加藤 一実 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 一実、安井 久一、木村 辰雄、

増田 佳丈、三村 憲一、馬 強、 
瀧川 玲子（常勤職員5名、他2名） 

［研究内容］ 

本研究の目的は、誘電体セラミックスナノ粒子を低温

で結晶形態制御して単結晶ナノキューブ化する技術、誘

電体単結晶ナノキューブを様々な基板上において配置・

配列・接合・界面制御する技術を確立し、単結晶ナノキ

ューブが大面積に密に詰まり結合することによって形成

される極薄の誘電体単結晶超薄膜や、多種類の誘電体ナ

ノキューブが任意に配列した超格子構造の薄膜を形成す

る技術を開発にすることにより、スーパーキャパシタを

実現することにある。また、開発技術はセラミックス部

材の製造に関する分野横断的な基礎・基盤技術の確立に

繋がり、蓄電デバイスなどのエネルギー関連未来型デバ

イスの開発を加速することが可能になる。 
 平成25年度は、前年度までに得られた知見を基に、誘

電体単結晶ナノキューブの合成方法および配列制御方法

を高度化し、一辺15nm サイズのチタン酸バリウム単結

晶ナノキューブが精緻かつ緻密に配列した精密マイクロ

構造において、上部および下部電極を配置した金属－絶

縁体－金属（MIM）微小キャパシタ構造を形成し、そ

の誘電特性を評価した。その結果、単結晶ナノキューブ

からなる精密マイクロ構造体は、バルク単結晶よりも高

い誘電率と比較的低い誘電損失を示すことを明らかにし

た。これらの結果は、単結晶ナノキューブを構成単位と

した新たなナノ構造セラミックスの部材化のための先行

的な基礎的知見であり、関連基盤技術の強化に資する。

また、外部共同研究者との連携により、単結晶ナノキュ

ーブの局所結晶構造解析、LB 法によるモノレイヤー形

成、誘電体以外のエネルギー関連材料への適用可能性、

他材料との複合化に関する検討を継続し、初期的な知見

を蓄積した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  
［キーワード］単結晶ナノキューブ、ナノクリスタル、

ボトムアップ製造技術、誘電体、チタン

酸バリウム、チタン酸ストロンチウム、

誘電デバイス、スーパーキャパシタ、蓄

電デバイス 
 

［研 究 題 目］低酸素濃度を計測する半導体式酸素セン

サシステムの開発 
［研究代表者］伊藤 敏雄 

（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］伊藤 敏雄、申 ウソク、伊豆 典哉、

赤松 貴文（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
低濃度からの酸素濃度を高分解能・高速応答で計測可

能な酸素濃度計を安価で提供できれば、高純度工業ガス

の製造・出荷・輸送、工業ガスを用いる製造ライン等の

分野における品質管理及び品質保証の為の酸素濃度の常

時モニタリングが可能となり、環境面・経済面に大きな

効果をもたらすことが期待出来る。 

本課題では、酸化セリウムによる半導体式酸素センサ

による低酸素濃度計システムの実現に向け、ガスセンサ

技術課題である干渉ガスによる影響の低減により酸素濃

度計測の精度を向上させると共に、実用化に向けた簡便

な駆動回路での制御を可能にするセンサ素子の低抵抗化

とモジュール化の最適化を行う。 

ガスセンサ厚膜の構造の最適化および材料の多様化に

より、干渉ガスが与える影響の低減を可能とし、酸素濃

度計測の精度が向上した。櫛型電極を微細化することに

よって、簡便な駆動回路での制御が可能なレベルまでセ

ンサ素子の抵抗の低減を達成した。酸素濃度切り替え時

のガスセンサの応答速度に対して、センサモジュール体

積溜りのガス置換不良による応答速度の低下が見られた

ため、電極及びヒータデザインの最適化とセンサ基板の

ヒータが与えるセンサモジュール部材への熱伝達の影響

を考慮してセンサモジュールの小型化を図ることで体積

溜りを縮小した小型センサモジュールを試作した。模擬

的な実環境下における低酸素濃度下での評価を実施し、

低酸素濃度計センサシステムの設計に向けた基礎データ

を取得した。 

今後、試作システムの試作と評価、及び工業ガス製造

ラインでの実環境試験を行い、実用化を目指す。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ガスセンサ 
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3) その他の外部資金 

［研 究 題 目］グリーン・ナノエレクトロニクスのコア

技術開発 

［研究代表者］横山 直樹 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］横山 直樹、金山 敏彦、新谷 俊通、 

手塚 勉、入沢 寿史、小田 穣、 

臼田 宏治、小池 正浩、上牟田 雄一、 

小野 瑞城、鎌田 善己、守山 佳彦、

池田 圭司、Jevasuwan Wipakorn、 

三枝 栄子、太田 裕之、田邊 顕人、

右田 真司、森田 行則、水林 亘、 

宮田 典幸、森 貴洋、多田 哲也、 

前田 辰郎、小倉 睦郎、福田 浩一、

昌原 明植、遠藤 和彦、松川 貴、 

柳 永勛、大内 真一、畠 賢治、 

二葉 ドン、桜井 俊介、小橋 和文、

Li Shisheng、佐藤 信太郎、 

原田 直樹、近藤 大雄、佐藤 元伸、

伊藤 正勝、林 賢二郎、山口 淳一、

山田 綾香、中払 周、中野 美尚、 

二瓶 瑞久、川端 章夫、富永 淳二、

Paul Fons、Alexander Kolobov、 
Jan Hinnerk Richter、小高 貴浩、 

添谷 進（常勤職員54名） 

［研 究 内 容］ 

 LSI およびエレクトロニクス機器の消費電力を1/10－

1/100とするためのコア技術を開発するため、下記三つ

のサブテーマの研究開発を実施し、本研究課題の目標を

達成した。 

① 低電圧動作 CMOS：InGaAs-nMOSFET と Ge-
pMOSFET において、0.4 V 未満動作で、45 nm 世

代の Si MOSFET と同等の真性遅延時間を持たせる

ための移動度と SS 値を両立して得ることに成功した。

SiGe-OI と InGaAs-OI トランジスタによるインバー

ター動作を、電源電圧0.2 V まで確認した。Si 系と

しては世界最高のオン電流と、世界最高のオン電流／

オフ電流比を持つ TFET の開発に成功、デバイスシ

ミュレーションにより、さらなる EOT の低減により、

0.2 V 未満動作が可能であることを示した。 

② ナノカーボン材料の開発と応用： 多層グラフェン

層に異種分子をドーピングする技術を開発し、8 nm
線幅のグラフェン配線において、微細 Cu 配線よりも

低い抵抗率（3.2 cm）を得ることに成功した。

CNT ビアとグラフェン配線の接続部を選択的に電子

線照射することにより、低抵抗3次元配線を実現した。

2層グラフェンに対し分子ドーピングによりバンドギ

ャップが形成できることを確認、移動度として2500 

cm2/Vs と良好な値が得られた。CNT を TIM として

実装実験を行い、In を TIM 材料とする従来法と比べ

て、熱抵抗を49.6%低減できることがわかった。 

③ バックエンドデバイス：SnTe/Sb2Te3超格子相変化

材料の積層サイクル数を低減することにより、消費電

力を1/10000に削減することができた。窒素をドープ

した GeTe/Sb2Te3超格子において、消費電力が1/100

で、セット化温度が従来の合金材料よりも40℃程度高

くなることがわかった。GeTe/Sb2Te3超格子において、

GeTe 層の厚みを最適化することにより、ディラック

半金属になり、巨大磁気抵抗が発生することがわかっ

た。SET 状態では、空間反転対称性が失われている

ため、磁気メモリ効果も発現することがわかった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］CMOS、ナノカーボン、バックエンド 

デバイス、TFET、CNT（カーボンナノ

チューブ）、グラフェン、TIM、相変

化、巨大磁気抵抗、磁気メモリ 

 
［研 究 題 目］フォトニクス・エレクトロニクス融合シ

ステム基盤技術開発 

［研究代表者］森 雅彦、堀川 剛 

（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、榊原 陽一、 

岡野 誠、古屋 克己、亀井 利浩、 

吉田 知也、前神 有里子、鈴木 基史、

高橋 正志、平山 直紀、埜口 良二、

武井 亮平、眞子 祥子、面田 恵美子、

佐野 作、越野 圭二、大塚 実、 

関 三好、横山 信幸、山岸 雅司、

Bui Tung、山口 英一、鈴木 政雄 

（常勤職員10名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

 将来の情報通信機器の高性能化、小型化、省電力化、

低コスト化に資することを目指し、CMOS プロセス技

術を基にしたシリコンフォトニクス光集積回路プロセス

基盤技術を構築するとともに、電子回路等の他のデバイ

ス上に3次元光回路作成が可能な、水素化アモルファス

シリコン（a-Si:H）光回路の基盤技術を開発する。具

体的には、技術研究組合光電子融合基盤技術研究所と連

携し、つくば西事業所スーパークリーンルーム産官学連

携棟（SCR 棟）の CMOS 技術を用い、単一シリコン基

板上に、マルチチャンネルアレイレーザーダイオード、

シリコン光変調器、ゲルマニウム受光器、シリコン細線

光導波路を集積した、光電子融合システムを作製し、光

インターコネクト動作を実現する。また、積層型アモル

ファスシリコン3次元光回路において、異なる層の光導

波路間で信号光が移行するデバイス構造を試作、評価す

る。また、積層構造光変調器を試作する。 

 平成25年度は平成24年度までに開発した光電子システ

ムを高度化し、30Tbps/cm2の信号伝送密度を実証した。

た、温度無依存特性を特徴とする量子ドットレーザを光
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源集積した光電子融合システムを作製、評価し、

12.5Gbps のエラーフリー伝送と15Tbps/cm2の伝送密度、

室温から120℃までの動作を実証した。3次元光回路にお

いては、波長依存性が小さく、広帯域で変換効率の高い

層間信号トランスファーデバイスを試作、評価し、

1.8dB の低損失を実証した。さらに、積層型アモルフ

ァスシリコン光変調器を試作し、電流注入キャリアプラ

ズマ効果による屈折率変化を確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］シリコンフォトニクス、アモルファスシ

リコン、光源実装、細線導波路、低損失

化、光変調器、受光器、光回路、大規模

集積、立体交差光導波路、3次元光配線 

 
［研 究 題 目］強相関量子科学・モットロニクス基礎 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、澤 彰仁、堀内 佐智雄、

伊藤 利充、堤 潤也、山田 寿一、 

峯廻 洋美、渋谷 圭介、福地 厚、 

野田 祐樹（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、モット絶縁体が示す巨大かつ高速の応答

性を各種の電子デバイスに結実させることを目標に、モ

ット絶縁体の物性制御法の確立と、強相関太陽電池／強

相関抵抗変化メモリ／強相関トランジスタ等のプロトタ

イプデバイスの実証研究を行う。最終年度である本年度

実施した研究開発を以下列挙する。遷移金属酸化物を用

いた界面デバイス開発においては、大きな強誘電分極を

有する強誘電体 BiFeO3を常誘電体 SrRuO3で挟んだ強

誘電抵抗変化メモリを新たに開発し、強誘電分極の反転

に伴う非対称バンド構造の変化により誘起される新原理

の抵抗変化型メモリ動作を示すことを明らかにした。さ

らに前記デバイスが高繰り返し耐性と、界面常誘電層の

厚さによる制御性を示すことを確認した。強相関有機半

導体デバイス技術の開発においては、インクジェット印

刷法による単結晶薄膜デバイスの印刷製造を可能にする

微小液滴プロセスの発現機構を明らかにするため、異な

る微小液滴が固着液滴上で接触する初期過程に関し、高

速度カメラによる詳細な検討を行った。これら初期過程

において微小液滴に特有な強い表面張力に起因し、濡

れ・弾き・沈みの3種の現象が競合する新しいタイプの

流体不安定性が発現することを見出すとともに、塗布条

件の適切な制御によって瞬間的な薄液層の形成を促す

「濡れ」を発現させることにより大面積の結晶性分子薄

膜を形成できることを実証することに成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］モットロニクス、強相関電子系、モット

絶縁体、強相関太陽電池、抵抗変化メ

モリ、強相関トランジスタ、強相関酸

化物、ポリマー半導体 
 
［研 究 題 目］遺伝子転写制御機構の改変による環境変

動適応型スーパー植物の開発 

［研究代表者］藤原 すみれ（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］藤原 すみれ（常勤職員1名、他8名） 

［研 究 内 容］ 
 我々は、植物の遺伝子の働きを調節する転写因子の働

きを人為的に制御してスーパー植物を開発することによ

り、人類が抱える様々な問題を解決することを目指して

いる。具体的には、二つのアプローチで研究を進めてい

る。一つ目の「転写抑制機構に関わる新規因子の単離お

よびメカニズムの解析」では、植物の転写抑制の基本メ

カニズムを解明し、得られた知見を応用して斬新な遺伝

子発現制御法を開発することを目指す。二つ目の「転写

抑制因子を転写活性化因子に転換する植物の作出・解

析」では、転写抑制因子を人為的に活性化因子に転換す

ることで、過酷な環境下でも生育できるなどの有用植物

を作出・解析し、応用化を目指す。両者とも、植物の力

を利用してグリーン・イノベーションの推進を目指すも

のである。 

 一つ目のプロジェクトでは、 転写抑制時に特異的に

転写因子と共に複合体を形成する候補因子を複数同定し、

そのうち一つが直接転写抑制因子と相互作用し、正常な

転写抑制機構に必須な因子であることを解明した。また、

その他にも転写の制御に関わる因子や分子機構を発見し

た。 

 二つ目のプロジェクトでは、転写抑制ドメインを持つ

ほぼ全て（約300個）の転写因子に転写活性化ドメイン

を付加し過剰発現させる系統の形質転換体の作成を完了

し、全系統の形質データ取得と T2種子回収を完了した。

通常では見られない強い形質を示す植物を多数発見し、

機能未知だった複数の転写因子の機能も発見した。また、

各種の過酷な条件下でのスクリーニングにより得られた

凍結や乾燥耐性などの系統の解析により、植物の新規の

ストレス耐性獲得機構を発見した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、シロイヌナズナ、転写因子、環境

変動、グリーン・イノベーション 
 
［研 究 題 目］最先端研究開発支援プログラム／低炭素

社会創成に向けた炭化珪素（SiC）革新

パワーエレクトロニクスの研究開発 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 

［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、米澤 喜幸、 

児島 一聡、田中 保宣、松畑 洋文、

石田 夕起、高塚 章夫、八尾 勉、 

田中 保宣、中川 博 

（常勤職員12名、他47名） 
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［研 究 内 容］ 
 SiC（シリコンカーバイド）は Si（シリコン）に比べ

て、小型・低損失で、冷却が簡略化できるなど、パワー

デバイスとして著しく優れた性質を有しているので、低

炭素社会創生に向けた革新的なキーデバイスとしてその

将来が大いに期待されている。特に、太陽光発電、風力

発電、コジェネレーション等の分散電源が接続されたエ

ネルギーネットワーク（スマートグリッド）において、

電力の安定供給を行うために用いる電力変換器には、耐

圧13kV 以上の電子デバイスが必要であるが、Si を用い

たデバイスでは、耐圧13kV 以上は実現していない。ス

マートグリッドの構築のためには、超高耐圧デバイスの

早急な開発が不可欠である。SiC は、Si よりも絶縁破

壊電界が約1桁高いので超高耐圧のデバイスに適してお

り注目されている。SiC-MOSFET に代表されるユニポ

ーラデバイスの研究は、各国で進んでいるが SiC を使

ったといえども素子耐電圧が5～6kV 位までが低損失実

現のための限界であり、それ以上の素子耐電圧の領域で

は、SiC バイポーラデバイスの実現が強く望まれている。 

本テーマでは、スマートグリッドに代表される社会イン

フラ系を通じて低炭素社会の実現に寄与する13kV/20A
級の PiN ダイオードと IGBT の開発を行うことを目標

にしてプロジェクトを実施した。平成25年度は、最終年

度にあたり、16kV、20A の Flip 型 n チャネル IGBT の

作製に成功し、250℃で5kV/20A のスイッチング試験に

成功して最終目標を達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
 
［研 究 題 目］スピントロニクス技術を用いた超省電力

不揮発性トランジスタ技術の開拓 

［研究代表者］齋藤 秀和 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］齋藤 秀和、揖場 聡、ロン ヤンセン 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 強磁性体から半導体へのスピン偏極電子注入（スピン

注入）は不揮発性トランジスタ（スピントランジスタ）

実現のための基盤技術である。これまでの研究により、

強磁性トンネル接合を実用半導体である Ge や Si 上へ

作製し、それを用いたスピン注入の実証実験に室温で成

功している。デバイス化に向けては半導体中へ注入され

た電子スピンの偏極率を求めることが必要である。そこ

で本年度は Ge へ注入されたスピン偏極率を得るために、

Ge を用いた発光素子の作製に挑んだ。また、III-V 族

半導体ベースのスピン検出用発光素子の作製も行った。

更に、電流に代わるスピン注入技術の開発を目的として、

熱を利用した Si へのスピン注入に関する詳細な実験を

行った。 

 近年、Si 基板上に作製された Ge 発光素子は光・電子

デバイスの集積化の観点より盛んに研究されている。し

かし、従来は Ge の光スピン素子の観点からは研究がな

く、強磁性体（金属）電極を有する Ge 基発光素子は報

告されていない。そこで、これまでの研究で確立した

Ge 上の高品位強磁性トンネル電極作製技術を生かして、

強磁性/トンネル層/n 型 Ge/p 型 Si から構成される発光

素子を作製し、東京大学深津研究室と共同で発光実験を

行ったところ、Ge 層からの発光観測に室温で成功した。 

 GaAs 等の III-V 族半導体による発光素子の作製は、

これまで、GaAs/AlGaAs 多重量子井戸の成膜条件およ

びそれを発光層に用いた発光素子の作製を行った。作製

した素子の発光実験を行い、スピン偏極率測定に十分な

光量が室温で得られることを確認した。また、無磁場中

にてスピン偏極測定を行うために必要である垂直磁気異

方性を有する強磁性電極の開発も並行して行った。具体

的には Tb/Fe 多層膜を分子線エピタキシー法にて作製

し、室温にて高品位の垂直磁化膜を得ることができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントランジスタ、スピン注入、ゲル

マニウム 

 
［研 究 題 目］ナノニードルアレイを用いた革新的細胞

分離解析技術の開発 

［研究代表者］中村 史（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］中村 史、小林 健（集積マイクロシス

テム研究センター）、山村 昌平（健康

工学研究部門）（常勤職員3名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、従来標的に出来なかった細胞内のマーカ

ータンパク質を標的とした新しい細胞分離技術の開発を

目的とした。5mm 角のシリコンウエハ上に、直径

200nm、長さ20µm のナノニードルが、100×100本、計

1万本規則正しく配列したナノニードルアレイを作製し

た。このナノニードルアレイを、標的タンパク質を結合

する抗体で修飾し、基板上に配列した1万個の細胞に同

時に挿入する。細胞内部の標的タンパク質を抗体で結合

しナノニードルアレイを引き上げることにより、標的細

胞のみを機械的に釣り上げ、分離することを原理とする。 

従来の化学修飾法による抗体修飾では、数 nN の抗体

結合力であった。MPC ポリマーと、ZZ-BNC を用いた

抗体修飾を検討したところ、いずれもネスチン陽性の

P19細胞で30nN を超える結合力を達成した。また10 

nN 以上の結合力を再現性良く得るには、ZZ-BNC の方

が優れていることが分った。一方で、ネスチン陰性の

NIH3T3では、平均2nN の非特異的相互作用が観察され、

細胞アレイでは2nN を越える接着力に調製する必要が

あることが明らかとなった。細胞アレイ調製の各種条件

を最適化した結果、ナノニードル直下に1個1個細胞が配

列した細胞アレイの作製が可能となり、最大で95%の細

胞充填率を達成した。検討の結果、P19、NIH3T3とも

に約10nN に調製することが可能であった。P19、
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NIH3T3混合細胞アレイと抗体修飾ナノニードルを用い、

細胞分離の検証を行った結果、24%の P19の回収に成功

した。また、NIH3T3の誤回収率は5%に留まった。こ

れらの結果はネスチン陽性の P19に特異的な細胞分離が

可能であることを示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞分離、抗原抗体反応、ナノニードル、

AFM、接着制御 

 
［研 究 題 目］細胞内構造構築 RNA の作用機序と存在

意義の解明 

［研究代表者］廣瀬 哲郎 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］廣瀬 哲郎、佐々木 保典 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、哺乳類ゲノムから産生される機能未知の

非コード RNA（ncRNA）の中から、特に細胞内構造構

築に携わる RNA の作用機構と生体機能を明らかにする

ことを目標にしている。本研究では、実施者グループが

同定した NEAT1 ncRNA による核内構造体パラスペッ

クルの構造構築の分子機構の解明、パラスペックルの生

体内機能解明と疾患への関わりについて研究を行う。こ

の他に、新しい細胞内構造構築 RNA を探索し、細胞内

構造構築 RNA の存在意義を明らかにする。まず

NEAT1によるパラスペックル構造構築に関わる新しい

因子であるクロマチン再構築因子複合体の作用機序の解

析を行った。その結果、クロマチン再構築複合体が、複

数の必須パラスペックルタンパク質と NEAT1 ncRNA
と直接相互作用し、これらの分子間相互作用ネットワー

ク形成に重要な役割を果たしていることを明らかにした。

こうしてパラスペックル構造構築は、NEAT1生合成と

密接に共役して進行することが明らかになった。次に抗

癌剤プロテアソームの阻害による NEAT1の発現誘導を

通したパラスペックル肥大化現象の分子機構を解明した。

肥大化によって核質中の転写制御因子がパラスペックル

内に係留され、その結果制御される遺伝子を複数発見し

た。理研との共同で作出した NEAT1の KO マウス由来

細胞を用いて、複数のプロアソーム阻害による細胞死誘

導が NEAT1の欠失によって著しく亢進することを見い

だした。これによって NEAT1には細胞死抑制機能があ

ることが明らかになった。慶応大との共同で、神経変性

疾患患者運動ニューロンで特異的な異常なパラスペック

ル形成を検出した。この他に、パラスペックルに続く、

新規な細胞内構造構築に関わる ncRNA の探索を、産総

研保有 FLJ クローンリソースを用いて行い癌抑制タン

パク質を含む複数の新しい RNA 依存的核内構造体を発

見した。さらにその構造体の環境特異的な動態を明らか

にした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸、RNA、遺伝子発現制御、細胞内

構造、疾患 

 
［研 究 題 目］高感度微量水分計測システムの開発 

［研究代表者］阿部 恒（計測標準研究部門） 

［研究担当者］橋口 幸治、D. Lisak、阿部 恒 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、キャビティリングダウン分光法

（CRDS）を測定原理とする高感度微量水分計測システ

ムの開発を行った。重要開発項目として、(1) 光学音響

素子（AOM）を用いたスイッチングシステムを組み込

む、(2) He-Ne レーザに光学キャビティを安定化させ

る、の2つがあったが、これらを実現し、周波数安定化

CRDS（FS-CRDS）の開発に成功した。 

 産総研・計測標準研究部門、金沢大学大学院自然科学

研究科、東京理科大学理学部第一部化学科、広島大学大

学院理学研究科の4箇所で、CRDS に関する研究セミナ

ーを行った。産総研でのセミナーを除くと、聴衆は主に

学部生・大学院生であり、4箇所での合計人数は約90名

であった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］微量水分、キャビティリングダウン分光

法、ppb、高純度ガス 

 
［研 究 題 目］骨導超音波知覚の解明に基づく最重度難

聴者用の新型補聴器の開発 

［研究代表者］中川 誠司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中川 誠司、大塚 明香、伊藤 一仁、

保手浜 拓也、藤幸 千賀、庵地 圭子、

籠宮 隆之、藤坂 洋一 

（常勤職員1名、他7名）  

［研 究 内 容］ 

 従来の補聴器を使用しても聴覚を回復することができ

ない重度難聴者は、日本国内に約85,000人存在する。一

方、骨導にて呈示された周波数20kHz 以上の高周波音

（骨導超音波）であれば、聴覚健常者はもとより重度感

音性難聴者であっても知覚することができる。本研究で

は、骨導超音波知覚を利用した重度難聴者用の新型補聴

器（骨導超音波補聴器）に実用的な性能を持たせること

を目的として、信号処理方式や振動子呈示方式の最適化

や、安全基準・適用基準策定のための神経生理メカニズ

ムの解明などに取り組んだ。 

 2013年度は前年度までに得られた知見を利用して、新

型試作器の開発に取り組んだ。様々な音声信号処理機能

を搭載し、使用者の聴覚特性に応じた決め細やかなチュ

ーニングを可能とした。特に変調方式として新方式の

Transposed modulation を選択可能とし、聞き心地の

向上を達成した。また、専用筐体と専用電池を開発し、

搭載機能を特に有用なものに限定することで、小型化お
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よび携帯しやすい人間工学的デザインの実現と、実用に

耐え得る頑健性、および電池寿命の大幅な延長を達成し

た。 

 骨伝導技術を応用した他の機器開発にも取り組んだ。

タブレット端末と骨導超音波補聴器を利用した難聴幼児

用の音声学習ボードを試作した。また、骨導パネルスピ

ーカの最適化に係る諸検討を進めた。耳介などの軟組織

に呈示した場合の、末梢伝搬メカニズムや知覚メカニズ

ムの解明を進めることで、より最適な形状や呈示方法に

係る知見を得た。  

 さらに、昨年度までに得られた知見に、重度難聴者を

対象とした電気生理計測や心理物理計測の結果を合わせ

て、骨導超音波知覚の末梢～中枢神経モデルを構築した。

また、可聴音から超音波に至る骨導音知覚のラウドネス

特性や頭部振動特性など、骨導技術の基盤となるデータ

収集を引き続き行った。その結果、皮膚の粘弾性が振動

子の出力特性に関与する可能性を示した。  

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］骨導、超音波、補聴器、明瞭性、知覚メ

カニズム、頭部内伝搬 

 
［研 究 題 目］ハロモナス菌による木材から3－ヒドロ

キシ酪酸等の生産技術開発に関する研究 

［研究代表者］河田 悦和（健康工学研究部門） 

［研究担当者］野尻 昌信（森林総合研究所）、 

川崎 一則、河田 悦和 

（常勤職員2名、他4名）  

［研 究 内 容］ 

 木材等を原料としたバイオエタノール生産の研究にお

いては、副生する C5糖の利活用が課題である。一方、

日本の石油消費の21%を占める化成品も、再生可能資源

への原料転換が求められている。我々は、木材利用に好

適な独自のハロモナス菌 KM－1株を発見した。本菌は、

高アルカリ高塩濃度環境で生育するため、培養液を殺菌

する必要がなく、C6糖のみならず、利用が難しい C5糖

も利用し、菌体内にバイオプラスチックを蓄積した後、

そのモノマーの3-ヒドロキシ酪酸（3-HB）を分泌する。

そこで我々は、C5糖を含む木材糖化液等を利用して、

ストレス抑制に関連する生理機能を持ち、化成品原料と

して有望な D 体の3-ヒドロキシ酪酸等を分泌生産する

基礎技術の確立を目的に研究を実施する。 

 本年度は、森林総合研究所が、北秋田市のバイオエタ

ノール生産プラントで製造したスギ木材糖化液を用いて、

主にバッチ培養により、3-HB の生産性、メカニズム等

について検討した。プラント製造のスギ木材糖化液で培

養、3-HB の生産8g/L を確認し、その後生産性は向上

している。さらに、3-HB の生産性については、総培養

時間72時間で45g/L を達成した。ポリマーの蓄積量は90 

g/L を達成していることから、菌体密度などに注視して

研究を進めれば、最終的な目標値3-HB の分泌量100 

g/L、生産速度1.0g/L は十分達成可能と推察している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］バイオプラスチック、ヒドロキシ酪酸、

バイオマス、微生物、ハロモナス 

 
［研 究 題 目］ヒト型糖鎖を均一に有する組換え糖タン

パク質を高効率に生産する代替宿主とし

ての酵母株の開発   

［研究代表者］安部 博子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］安部 博子、藤田 康子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高価なバイオ医薬の原料となる糖タンパク質を安全か

つ安価に提供するだけでなく、低抗原化と薬効の向上を

目指して、生体内と同じ糖鎖もしくは高機能化できる糖

鎖構造を均一に持った糖タンパク質を高効率に生産する

出芽酵母株を開発する。 

 これまでに開発してきた GlcNAc2Man5（M5）を合

成することができる酵母株に GlcNAc 転移酵素遺伝子

を 導 入 す る こ と に よ っ て GlcNAc2Man5GlcNAc
（M5GlcNAc）糖鎖を合成する酵母株を開発する。

GlcNAc の転移活性をあげるため、UDPase 活性をもつ

分裂酵母 gda1遺伝子および GlcNAc トランスポーター

で あ る GlNst1 遺 伝 子 を ク ロ ー ニ ン グ し 、

GlcNAc2Man5（M5）糖鎖合成酵母に形質転換し、

GlcNAc 転移活性の向上について解析を行ったが、これ

ら遺伝子導入の高い効果は得られなかった。次に

M5GlcNAc がより多く合成できる株のスクリーニング

を行い、M5GlcNAc が細胞壁マンノタンパク質の糖鎖

の4%程度まで合成できる株を得ることができた。 

 糖鎖改変酵母株によるターゲットタンパク質の高分泌

生産株を開発するために、インターフェロンβ（IFN-

β）のコドン最適化および目的遺伝子をタンデムに連結

し糖鎖改変株へのゲノムインテグレーションを行った。

タンデム連結遺伝子の発現能の向上効果は得られなかっ

たが、糖鎖改変株へのプロテアーゼ遺伝子破壊では

IFN-βの分泌生産能の向上が確認できた。 

 糖鎖改変酵母の増殖回復株である YAB100株の全ゲノ

ムシークエンスの解析結果から ORF 中に変異をもつ遺

伝子をいくつか見つけることができた。実際にこれらの

遺伝子について YAB100株のゲノムをサンガー法にて解

析した結果、一遺伝子のみに変異を確認することができ

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］糖鎖、酵母、バイオ医薬品 

 
[研 究 題 目］しきい値可変型 FinFET による極低消費

電力アナログ回路の開発 

［研究代表者］大内 真一 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 
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［研究担当者］大内 真一、松川 貴 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 電源電圧低減が困難なアナログ回路にしきい値可変型

FinFET を導入することで、当該回路の低電源電圧化に

よる極低消費電力化、高性能化、更にはディジタル・ア

ナログ混載による低コスト化を目指す。具体的には、し

きい値可変型 FinFET が導入された提案型低電圧演算

増幅器及び比較器を試作し、動作電圧0.7V での動作実

証を行うことが、本研究の目的である。 

 昨年度は、更なる低電圧化・高性能化を可能とする回

路方式を考案し、トランジスタ・配線層を含めて、すべ

て EB 直接描画によって形成を行う試作プロセスを構築

した。更に、このプロセスに基づいて、演算増幅器の詳

細設計を行い、プロセスを流動させた。 

 今年度は、昨年度に引き続いてプロセス流動を行い、

初回ロットを完成させ、評価を行った。評価の結果、高

性能化に重点を置いて設計した0.8V 回路動作可能な演

算増幅器は、ほぼ設計どおりに動作することが確認され

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］FinFET、演算増幅器、比較器、低電圧

動作、システムオンチップ（SoC） 

 
［研 究 題 目］短尺カーボンナノチューブの創製と

CNT トランジスタへの展開 

［研究代表者］斎藤 毅 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］斎藤 毅、柴田 怜那 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブ（CNT）を切断することは、

炭素－炭素結合で構成される強固なグラフェンネットワ

ーク構造を切断することに他ならず、切断はおろか格子

欠陥を導入することも困難であるが、酸化性の強い酸処

理などによる過度な切断反応では CNT の優れた特性の

起源である電子構造までも深刻なダメージを受けてしま

い、デバイス応用に不適となってしまう。本研究では

CNT 自身の反応性を制御でき、少なくともグラフェン

ネットワークになるべく欠陥を導入しない切断や長さ分

級の技術開発を行い、CNT トランジスタへの展開を目

指している。昨年度において本プロジェクトの最終目標

を前倒しで達成したことから、平成25年度は更なるデバ

イス特性向上を目指して、オンオフ比107以上と移動度

が10cm2/Vs 以上の両立の可能性を探索するために、デ

バイス特性の測定手法に関する検討を交えながら、オン

オフ比を低下させる原因となっているゲート電極からド

レイン電極へのリーク電流の原因を詳細に検討し、これ

を抑制するためのデバイス製造プロセスを開発した。 
 本プロジェクトによって印刷プロセスによる CNT を

半導体材料として用いたトランジスタの性能は飛躍的に

向上し、実用特性に近づいたと言える。今後はこの塗布

型 CNT トランジスタを生かした大面積のセンサーやデ

ィスプレイといった応用へと研究開発を展開する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、CVD、印刷技術、トラ 
ンジスタ 

 
［研 究 題 目］エンジンの潤滑油粘性モニタリングや流

体プラントの多点プロセス粘性計測を実

現する超小型粘性 MEMS センサの開発 

［研究代表者］山本 泰之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］山本 泰之、松本 壮平（集積マイクロ

システム研究センター)（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 MEMS 技術を用いた小型の粘性センサの実用化を目

指した研究開発を行った。 

 本年度は最終年度（3ヶ月）として、ダブルスパイラ

ル形状を用いた粘性センサの測定性能の検証を進めると

ともに、実用化に向けたパッケージの製作を行った。 

 ダブルスパイラル構造の粘性センサは、センサ本体を

液体中に直接投入して手軽に粘性を測定することが可能

で、頑丈で、安価という特徴を有している。産業界にお

ける粘性測定のフィールドの、簡易的な測定シーンの多

くを代替できると考えられる。 

 開発した粘性センサのフィジビリティスタディとして

各種の粘度計校正用標準液の測定を継続して行い、おお

むね数%程度の不確かさで測定が可能で、洗浄等におい

ても不具合を発生させないことを確認した。 

 実用化に向けて、より小型のセンサーパッケージを製

作した。製作したセンサホルダは USB メモリとほぼ同

じ程度の大きさで、それごと液体に直接投入して液体の

粘性を測定できる。センサとはコンタクトプローブを介

して電気的に接続するようになっており、交換が容易で

ある。また接液部は柔軟テフロンパッキンが使用されて

いる。 

 製作したホルダを用いて実際に液体に投入して測定を

行い、これまでと変わらない結果を得ることができ、パ

ッキン等のシーリングに問題が生じないことも確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］粘度、粘性率、センサ、MEMS、マイ

クロマシン、プロセス粘度計 

 
［研 究 題 目］光通電ハイブリッド・パルス加熱法によ

る高速多重物性測定装置の実用化開発 

［研究代表者］渡辺 博道（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡辺 博道、山下 雄一郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 高温機器の設計や材料開発に必要な200～3000℃超に
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おける固体の複数の熱物性値を同時測定する装置を開発

することを目標とする。本装置は、通電加熱とパルス光

加熱を高速制御して試料を物性測定する際に必要な境界

条件（温度・熱流環境）に瞬間的に保持すると共に試料

の温度、電流、電圧、形状、光学特性を同時測定するこ

とで熱伝導率、熱拡散率、比熱、全放射率、分光放射率、

電気抵抗率、熱膨張率を同時測定する。測定を1秒以内

で終了させ、試料汚染を回避できると共に測定効率を画

期的に向上させることを目指す。 

 H25年度は、本研究助成による成果の実用化の一環と

して、民間企業と共同で高速加熱技術と垂直配向カーボ

ンナノチューブを利用した平面黒体炉の開発に向けた共

同研究を開始した。また、タングステン基板上に成長さ

せたカーボンナノチューブの高温における半球全放射率

の測定を行い、その結果をドイツで開催された国際学会

（ 10th International Workshop on Subsecond 
Thermophysics）にて発表した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱物性、金属、炭素材料、フラッシュ法、

熱量法 放射率 

 

［研 究 題 目］高効率成膜プロセスを用いた機能性酸化

物薄膜の開発および調光ミラーデバイス

への応用と優れた耐環境性能を有する構

造開発 

［研究代表者］田嶌 一樹 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］田嶌 一樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 調光ミラーデバイスは電気的に反射（鏡）状態と透明

状態を可変できるため複層ガラスあるいは遮熱フィルム

への応用により優れた省エネルギー効果を期待できる。

本研究では、当該デバイスの実用化のため特に生産性を

律速する機能性酸化物薄膜の省使用化技術開発を行い、

新規の高効率成膜プロセスを適用する。さらに使用環境

に対する適合性を調査し、優れた耐環境性能を有するデ

バイス構造の開発を行う。 

以上に関連した本年度の主な成果は以下の通りである。 
① 酸化物系薄膜材料の省使用化技術・代替材料開発 

 材料の省使用化技術開発の一貫として酸化タングス

テン薄膜の作製方法として湿式法による検討も行い、

膜厚制御と調光性能の相関を調査した。その結果、湿

式法で作製した酸化タングステン薄膜を用いた調光ミ

ラーデバイスにおいてもスパッタ法を用いた全国体型

デバイスと同様の切り替え速度で動作した。 
② 調光ミラーデバイスの環境性能把握による耐環境性

能の向上に資する構造開発 

 ソーラーシミュレータを用いた耐光性試験と恒温恒

湿槽を用いた耐候性試験を組み合わせることで、様々

な温湿度雰囲気、太陽光照射環境におけるデバイスの

耐久性調査を行った。特に太陽光照射においては、ほ

とんどデバイスに劣化を生じないことが分かった。 
③ 大面積コーティングに適するスパッタ法を用いた酸

化物系薄膜の高効率・高速成膜技術開発 

 パルス電源を用いた高速成膜試験を行い、通常の

1/10程度の速度で酸化物成膜を完了し、かつ、短時間

でフィルム上にも積層することで、将来的な Roll to  

Roll 法の適用可能性も勘案した。フィルム上デバイ

スも同様に駆動することを確認したが、性能は不十分

であるため、今後の検討課題も示唆された。 

④ 高い耐環境性能を有する調光ミラーデバイスの創出 

 種々デバイス構造の構築を試み、表面シール材適用

あるいはサンドイッチ構造を用いることで、高い耐久

性を有するデバイスの開発を検討した。継続課題とし

ては、環境に対する耐久性は向上するもののデバイス

の動作速度は遅くなる傾向も観察されたので、これら

克服を行う必要がある。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］薄膜、スパッタリング、調光ミラー、加

速試験、耐環境性能、希少金属省使用化 

 
［研 究 題 目］新型インフルエンザウイルスの高感度そ

の場分析装置の開発 

［研究代表者］粟津 浩一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］粟津 浩一、藤巻 真（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 感染症は人類の安全安心をたびたび脅かしてきた。感

染症の一つであるインフルエンザは軽く見られがちであ

るが、20世紀だけで3回の新型インフルエンザに直面し

ている。1918年に出現したスペイン風邪（スペイン・イ

ンフルエンザ）、1957年のアジア風邪、1968年の香港風

邪である。スペイン・インフルエンザでは、7ヶ月で世

界的大流行（パンデミック）となり、世界人口18億人の

内、10億人が感染し、8000万人が死亡している。本研究

の目的は、新型インフルエンザの感染の有無を迅速かつ

簡便に判定するための携帯型センサを開発して、パンデ

ミック化を阻止することである。従来から使われている

簡易検査技術であるイムノクロマトグラフィーと、我々

が開発した導波モードセンサの感度を、感染力のある

H3N2 Udorn ウイルス（インフルエンザウイルスの一

種)で比較すると導波モードセンサはイムノクロマトグ

ラフィーより100倍感度が高いことが明らかになった。

導波モードセンサは研究開発当初は1m×2m の定盤上

に載るほどの大型装置であったが、本開発によって、片

手で持てるサイズにまで小型化できた。これは、光学系

を抜本的に見直し、角度掃引から波長掃引に変えたこと

による成果である。また、シアル酸を用いたウイルスの

亜型検出を行い、H3N2型ウイルスと H5N1型ウイルス

の識別に成功した。今後は、インフルエンザウイルスの

みでなく、あらゆるウイルス、バクテリアなどを網羅的
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に把握し、感染症の拡大を防止できるセンサへと育てて

いく。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］センシング、ウイルス、光 

 
［研 究 題 目］ミリ波・サブミリ波領域の S パラメー

タ測定の国際標準化に向けた評価技術研

究開発 

［研究代表者］堀部 雅弘（計測標準研究部門） 

［研究担当者］堀部 雅弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 標準器を用いたミリ波・サブミリ波帯の導波管ベクト

ルネットワークアナライザ（VNA）の測定確度向上の

ため、導波管については、1.1 THz までの導波管（電

磁波伝搬する開口部が250 µm×125 µm）について、高

精度接続可能な導波管による TRL（スルー・リフレク

ト・ライン）校正を行った。VNA の測定不確かさにつ

いて、接続の再現性が課題であるため、導波管の開口寸

法を小さくした基準器を用い、接続時の再現性を改善し、

測定不確かさ低減を実証した。また、測定用に開発した

VNA 測定用のプラットフォームおよび高精度簡易接続

クランプについても、性能実証を実施して、普及に努め

た。一連の評価方法を用いた評価について、IEC 標準

化における基本技術として用いている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］導波管インターフェース、アライメント

精度、接続用クランプ、国際標準化 

 
［研 究 題 目］ナノ結晶による低熱伝導率化を利用した

シート状熱電発電モジュールの開発 

［研究代表者］馬場 創 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］馬場 創、佐藤 宏司、舟橋 良次 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

（常勤職員3名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
シート状熱電発電モジュールを検討するために、幅

25mm のテープ状熱電発電モジュールに対応したロー

ル・ツー・ロール機構を開発して AD 装置に導入した。

幅25mm のテープ状熱電発電モジュールのアプリケー

ションとして、人間の体温と外気温の温度差から電気を

得るエナジーハーベスティング応用（腕時計型情報端

末）に注目し、テープ状熱電発電モジュールが実装され

る部分として手首を想定した。デバイス設計には一般成

人男性の平均的な手首の外周（170mm）とテープ状熱

電発電モジュールの幅（25mm）から熱電発電素子に外

力が加わらないパターンを算出し、実際に熱電発電素子

を成膜するテープおよびマスクを設計した。その結果、

PET テープ（25mm 幅×10m 長さ×25µm 厚さ）上に

銅電極（20mm 幅×4mm 長さ×35µm 厚さ）が1mm ピ

ッチで複数パターニングされた基板を試作して AD 成膜

を行った。その結果、300mm 長さのテープ状 p 型熱電

発電モジュールを試作することができた。また、一般に

熱電発電モジュールは熱起電力が小さいために DC－

DC 昇圧コンバーターで実デバイスを動かすことができ

る電圧までブーストする必要がある。そこで市販品であ

る DC－DC 昇圧コンバーターに2台の電圧/電流発生器

を接続してコンバーターの変換効率を調べた。その結果、

コンバーターに接続する外部負荷抵抗が150kΩ の場合

に50mV の入力電圧が3.3V の出力電圧にブーストされ

て、その場合にコンバーターとしての最大変換効率が得

られることが分かった。この条件は開発した熱電発電モ

ジュールの場合、高温側の温度が35.3℃、低温側の温度

が19.9℃、すなわち温度差が15.4℃の場合に相当し、お

およそ人間の体温と外気温の温度差から発生した熱起電

力を最大変換効率で利用できることが分かった。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］熱電変換、フレキシブル、ロール・ツ

ー・ロール、エナジーハーベスティング、

DC－DC 昇圧コンバーター、エアロゾ

ルデポジション 

 
［研 究 題 目］能動流体制御技術を用いたバーチャルブ

レード構築による風力発電システムの飛

躍的な始動性及び設備利用率向上に向け

た研究開発 

［研究代表者］瀬川 武彦 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］瀬川 武彦、松沼 孝幸、前田 哲彦、

湯木 泰親、小方 聡 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

自動車エンジンシステムを始めとする流体機械のエネ

ルギー効率を飛躍的に向上できる革新的な流体制御デバ

イスの実用化を目指し、プラズマアクチュエータとファ

イバーBragg グレーティング（FBG）センサを組み合

わせた剥離流れフィードバック制御システムを開発する。

フィールド及び自動車テストコースにおいて実施する小

型風車を用いた性能評価試験に向け、本年度は野外実験

用流体制御ユニットの構築を行った。流体制御素子の開

発では、3次元局面に対して安全かつ柔軟に装着できる

ひも型プラズマアクチュエータと併せ、露出電極の細線

化により従来のプラズマアクチュエータから噴流される

ジェットに対して2倍程度まで高速化できる微細構造電

極型プラズマアクチュエータの試作に成功した。さらに

楕円形やメッシュなど微細電極構造を多様化し、露出電

極近傍に発生する誘電体バリア放電分布を変化させた結

果、ジェット高速化に向けた新しい知見を獲得すること

ができた。剥離流れの検出では、FBG センサ及び光フ
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ァイバロータリジョイントの高度化により、回転場に設

置した片持ち梁構造の歪み情報を高精度で取得し、変動

する流れ場においてもリアルタイムで剥離流れ判定が行

うことが可能となった。また、剥離流れ判定時に出力さ

れる TTL 信号により高電圧出力できる小型電源を開発

し、剥離流れフィードバック制御をリアルタイムで行う

システムを試作した。小型電源はバッテリ駆動型に加え、

対向するフェライトポットコアを用いた非接触電力伝送

型の2種類を開発した。これらは、発電モータ回転軸片

端に対して光ファイバロータリジョイントと同軸に設置

できるモノコック構造であるため、1kW 級小型風車ナ

セル内に実装することが可能となった。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］空力、アクチュエータ、剥離制御、プラ

ズマ技術、ファイバーグレーティング、

光ファイバロータリジョイント、非接触

電力伝送 

 
［研 究 題 目］次世代パワー集積回路の実現に向けた低

抵抗 P チャネル型 GaN 素子の開発 

［研究代表者］中島 昭（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］中島 昭、劉 璞誠 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 GaN（窒化ガリウム）は絶縁破壊電界強度が高いこ

とから、次世代のパワー半導体素子としての期待が大き

く、世界中で研究・開発が進められています。これまで

は N チャネル型 GaN 素子の開発が主に行われており、

一部で市販化が始まっています。さらに P チャネル型

素子が実現できれば、電力変換器システムの大幅な低コ

スト化・小型化が可能になると考えられます。しかし、

Mg 不純物ドープによる従来の方法では、デバイス応用

に十分な移動度・キャリア濃度を得ることが非常に困難

です。近年我々は、GaN の特長である分極を利用した

PN 接合（分極接合）により高濃度のホール（2次元ホ

ールガス）を得ることに世界で初めて成功しました。 

 本研究は、この成果をさらに進め、次世代電力変換器

のシーズ技術として、2次元ホールガスの移動度の向上、

および2次元ホールガスを用いた P チャネル型 GaN 素

子の研究開発を行っています。平成25年度は、2次元ホ

ールガスの輸送機構および発生メカニズムを明らかにし

ました。また、2次元ホールガスを用いた P チャネル型

GaN 素子の動作実証に成功し、また世界で初めて N チ

ャネル型とのワンチップ動作を実現しました。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高効率電力変換、ワンチップ集積回路、

ワイドバンドギャップ半導体、窒化ガリ

ウム 

 
［研 究 題 目］化学反応を駆動源とする超省エネ型・新

規自励振動ゲルアクチュエータを用いた

外部装置フリーのマイクロ流体素子の開

発 

［研究代表者］原 雄介（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］原 雄介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本提案では、化学反応を直接力学的なエネルギーに変

換して駆動する超省エネ型・新規自励振動型ゲルアクチ

ュエータをマイクロポンプ等の動力源として応用するこ

とで、外部制御装置フリーのマイクロ流体素子を開発す

る挑戦的な研究課題である。マイクロポンプ等を駆動さ

せるゲルアクチュエータは、化学反応を駆動源とするた

め外部制御装置・外部電源を不要とすることを特徴とす

る。自励振動ゲルをマイクロ流体素子へと応用するため、

マイルドな環境で駆動する新規ゲルアクチュエータの開

発を行った。またマイクロ流体素子を設計するため、ゲ

ルアクチュエータの発生力測定を行った。最終的には、

マイクロチップ内部にゲルアクチュエータを埋め込むこ

とで、外部制御装置・外部電源不要のポンプを開発する

ことに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］高分子ゲル、ソフトアクチュエータ、マ

イクロチップ 

 
［研 究 題 目］高圧水素中における破壊靱性試験法の確

立とデータベース化 

［研究代表者］飯島 高志（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］飯島 高志、安 白、孫 正明、 

阿部 孝行（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 汎用金属材料（SUS304、SUS316、Cr-Mo 鋼、Ni-
Cr-Mo 鋼など）などを対象として、高圧水素ガス中で

破壊靭性試験を実施し、データベースを構築することで

高圧水素ガス関連機器において使用可能な鋼種を拡大し、

低コスト化を図る。具体的には、115MPa の水素ガス中

で、荷重が漸増あるいは漸減する際のき裂進展メカニズ

ムを明らかにし、蓄圧器を設計する際に破壊靭性値

（KIH）を用いることの有用性を評価する。 

 平成25年度は、35MPa 級水素ステーション蓄圧器用

材料として使用実績がある低合金鋼 SCM435を対象と

して、き裂進展試験における繰返し荷重速度の影響を調

べた。また、荷重漸増試験（JIC）を実施し、試験デー

タと破面観察の結果を比較し、破壊メカニズムについて

検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素脆化、き裂進展試験、高圧水素ガス 

 
［研 究 題 目］製造プロセスの高度化に向けた多様環境

対応型 静電気計測技術の開発 

［研究代表者］菊永 和也 
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（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］菊永 和也、山下 博史、江頭 正浩、

檜枝 龍美（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、様々な分野において深刻化している製造プ

ロセスの静電気問題において、アクティブ型の静電気計

測技術を開発することで、これまで計測不可能な環境・

プロセス中で静電気計測を可能にすることである。平成

25年度は、これまでの帯電体振動法を用いた静電気計測

技術の二次元分布への応用展開を行った。そこでは静電

気分布計測の高速化のために、空気中で1 gf 以上、集

束径20 mm、走査面積300 cm2の集束超音波が得られる

デバイスを用いて、1点当たりの励振時間を4ミリ秒以下

にすることを目標とした。 

これまで開発してきた集束超音波発生デバイスにおい

て音圧制御するための改良・拡張を行った。そこでは、

超音波の周波数である40 kHz の矩形波信号において、

そのデューティ比を変えることによって、0～1.4 gf の

範囲の提示力を624段階で制御することに成功した。ま

た、走査面積内における集束音波の音圧分布計測を行い

その特性を評価したところ、デバイスからの距離170 

mm において20 mm の集束径が得られることが分かっ

た。さらにこの集束超音波において、塩化ビニルシート

に照射ならびに走査過程をラインレーザー変位計で評価

したところ、半値全幅30 mm の局所的励振と100ミリ

秒の走査が確認できた。ラインレーザー変位計のサンプ

リング時間が100ミリ秒より短くできないため、それ以

上の励振に関する評価はできなかったが、このデバイス

では18cm×18cm（324 cm2）の範囲において1ミリ秒単

位での集束超音波走査時間を達成にした。これらにより、

静電気分布計測のための局所的励振技術とその走査技術

を確立することができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］静電気、振動、集束超音波、誘起電界、

非近接、製造現場 

 
［研 究 題 目］風力等自然エネルギー技術研究開発／風

力発電高度実用化研究開発／10MW 超級

風車の調査研究（発電機） 

［研究代表者］淵野 修一郎 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山崎 裕文、淵野 修一郎、古瀬 充穂、

名取 尚武、岡野 眞 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 昨今の我が国のエネルギーに関する諸事情から、風力

発電は以前にも増して注目され、導入拡大が期待されて

いる。一層の導入拡大のための課題は、設備利用率の向

上と、発電コストの低減である。これらを克服するため、

近年は2MW～5MW 級の風車が主流となっており、さ

らに大容量風車の実現のための技術開発が世界的に盛ん

に行われている。風車の大型化に伴い顕在化してきた問

題は、ナセル重量の増大である。 

 この問題を解決するため、現用発電機と同じく磁性材

料を使用し、界磁巻線導体を酸化物系高温超電導線材に

置き換える「レトロフィット」方式を採用することにし

た。最大磁束密度は磁性材料の飽和磁束密度によって制

限されるが、超電導の高い電流密度を活かすことにより、

発電機の小型軽量化が実現できることが明らかになった。 

この超電導発電機の回転子は直径が約6m もあり、磁性

材料を使用していることから、回転子全体ではなく、超

電導界磁巻線だけを低温に冷却する機構の開発が求めら

れる。各極の超電導界磁巻線をそれぞれ真空容器に納め、

低温のガス配管と接触させて伝導で冷却する方式を採用

した。 

 風車に合わせて回転する回転子に極低温のガスを供給

する方法として、回転・静止型熱交換器と回転子内蔵型

循環ポンプの開発を行っている。従来の超電導回転機で

は、回転子全体を円筒状の真空断熱容器で囲い、その中

に外部から直接極低温の冷媒を供給する方法がとられて

きた。高速回転による遠心力を利用して、冷媒を自然循

環させることが可能であった。しかしコイルモジュール

方式採用し、タービン発電機に比べて回転速度が2桁程

度遅い風力発電機の場合、極低温の冷媒を長尺の配管に

沿って圧送する必要があり、静止系から回転系に高圧力

で冷媒を供給しなければならない。ところが、極低温高

圧の冷媒のシール技術は確立していない。そこで、回転

系と静止系の冷媒を分離し、熱交換により回転子内部の

冷媒を冷却し、回転子内に設置した循環ポンプによりモ

ジュール内配管に冷媒を供給する方式を考案した。 

 H25年度は考案した循環ポンプの各要素の動作を確認

するために常温で動作する軸受および回転往復機構、駆

動機構、さらに循環ポンプ部を備えた常温循環ポンプの

設計と製作を行った。また、回転・静止型熱交換器に関

しては、一次側、二次側がともに、ガス流体のため、熱

交換効率を上げるために、対向流タイプにすること、接

触面積を増やすために、フィン付チューブにする等の対

策を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超電導風力発電機、コイルモジュール、

冷媒給排装置、循環ポンプ、回転・静止

型熱交換器 

 
［研 究 題 目］木質細胞ヒエラルキー界面をセミソリッ

ド化する非平衡塑性加工技術の開発と自

動車用木材・プラスチック複合材料への

展開 

［研究代表者］三木 恒久 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］三木 恒久（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

 木質素材を高い比率で含有しつつ、高強度、高耐熱、

難燃化性能を持つ木材・プラスチック複合材（WPC）

の高生産な塑性加工技術を開発する。木質細胞の階層構

造に各種バインダを選択的に導入することで、プレス成

形時に細胞実質の高機能化と同時に細胞間層のセミソリ

ッド化による3次元大変形を実現する。この技術により、

既存 WPC では困難である自動車用部材の実用化を図り、

自動車産業のグリーンイノベーション化に貢献する。 

 産総研独自技術である「木材の流動化（セミソリッ

ド）成形」を核にして、木質細胞の階層構造に各種バイ

ンダを選択的に導入することで、プレス成形時に細胞実

質の高機能化と同時に細胞間層のセミソリッド化による

3次元大変形が可能となった。バインダとして、低分子

フェノール樹脂を木質素材に導入することによって、流

動化が促進し、50MPa 以下の圧力で成形が可能となっ

た。そして、側方押出し成形を適用して、50wt%以上で

木質素材を含有した WPC を得た。この物性値として、

曲げ強度120MPa、剛性8GPa、シャルピー値3kJ/m2、

熱たわみ温度100℃、難燃性能1.2mm V-1を持つ木材・

プラスチック複合材を高生産（成形時間1プレス5分以

下）で得ることができた。また、3次元形状への後方押

出し加工も可能になることを確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］木質材料、階層構造、複合高分子、塑性

加工 

 
［研 究 題 目］固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価

方法に関する基礎研究 

［研究代表者］山地 克彦（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山地 克彦、西 美奈、岸本 治夫、 

Katherine Bagarinao、堀田 照久、 

趙 度衡、呂 佩玲、石塚 香 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで、平成17年度より平成19年度まで行われた

NEDO「固体酸化物形燃料電池システム技術開発／信

頼性向上に関する研究開発」をスタートとして、平成20

年度から平成24年度には NEDO「固体酸化物燃料電池

システム要素技術開発／耐久性・信頼性向上に関する基

礎研究」の下、SOFC のスタック・モジュールメーカ

ー及び他の研究機関と連携し、SOFC の耐久性向上に

向けた基礎研究を遂行してきた。弊所では熱力学解析を

ベースに、二次イオン質量分析法やラマン分光分析法な

ど種々の分析技術を駆使し、SOFC 材料の信頼性を向

上させるべく、その劣化挙動の把握とメカニズムの解明

に取り組んできた。その成果を踏まえ、本年度から新た

に、NEDO「固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術

開発／固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関

する基礎研究」が開始され、弊所もこれまでの成果を踏

まえ、発展的に成果を排出すべくプロジェクトにかかわ

ることとなった。そこでは、10年間の耐久性（劣化率

0.1%/1000h）を早期に見通すことを目標に、主に3つの

課題、①中温筒状平板形の耐久性評価、②熱力学的解析

による劣化機構解明と加速要因分析、③耐久性迅速評価

方法の開発、に取り組むことになる。本年度は①につい

て、都市ガス燃料仕様は20,000時間運転の2009年度機、

LPG 燃料は10,000時間運転の2011年度機を対象に、フ

ィールド実証機の解体分析を開始した。②については、

各セルスタックの劣化挙動解明に向け、SIMS 分析とラ

マン分光分析を中心に解体分析を開始し、空気極の被毒

現象について、実機に近い条件での加速試験を開始した。

③については、電解質の経年劣化を予測するためのデー

タ整理と定式化の検討を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、SOFC、耐久性、

信頼性、不純物、2次イオン質量分析計、

セルスタック 

 
［研 究 題 目］電気的酵素反応駆動による高効率な物質

生産技術の開発 

［研究代表者］三重 安弘（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］三重 安弘、館山 絵美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 高い生体親和性を有する導電性材料を合成・作製する

こと、及びこれらを用いて電極界面上に様々なナノ構造

を構築する手法の確立を目標とする。これにより、酵素

反応を利用するバイオプロセスの高効率化・低コスト化

を実現するための「電気的酵素反応駆動技術」を開発す

るための基礎が確立される。 

研究計画： 

 本研究では、導電性ナノ構造を有する電極界面を用い

て、該ナノ空間に酵素分子を埋め込み固定することで、

「電極から酵素への迅速電子移動」と「電極上での酵素

の失活防止」を実現する。 

年度進捗状況： 

 本年度は、昨年度に開発した有用な修飾電極を用い、

複数種のシトクロム P450酵素について基質変換反応を

電気化学的に進行させ、種々の反応を調査した。酵素種

と基質の組み合わせによっては、複数の生成物（変換物

質）が検出され、溶液系での酵素反応とは異なる物質が

生じることが明らかとなった。電極界面の修飾分子の種

類、反応時間、印加電圧等種々の条件での検討を行い、

特定の基質についてはその要因の一つをつきとめること

ができた。しかしながら、他の要因も寄与していること

が推察され、それらを明らかにすることが課題として示

された。今後は、更なる要因の解明を行い、該要因を制

御することで多様な物質を生産可能な系の開発に繋げて
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いきたい。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオプロセス、酸化還元酵素、電気的

酵素反応駆動、ナノ構造界面 

 
［大 項 目 名］低炭素社会に資する有機系太陽電池の開

発 

［中 項 目 名］高効率・高耐久性色素増感太陽電池のた

めの原理究明と材料・モジュールの開発 

［研究代表者］杉原 秀樹（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］杉原 秀樹、北尾 修、草間 仁、 

小野澤 伸子、舩木 敬、小西 由也、

春日 和行（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 色素増感太陽電池の超高効率実現のためには、従来型

ルテニウム錯体や酸化チタンに代わり、赤外光まで効率

良く利用するための革新的な材料開発を進めることが必

須である。特に赤外光領域の小さなエネルギーの光を利

用する場合、電子移動のためのポテンシャル差を大きく

取ることが出来ないので、材料固有のエネルギー準位が

非常に重要になる。高効率実現のためには、電子移動が

十分速く起こるぎりぎりのエネルギー差をもつよう材料

を組み合わせる必要があり、様々なポテンシャルをもつ

多種類の材料情報をもつことが重要である。 

 平成25年度は、東京大学と共同で中項目課題を実施し

た。産総研ではルテニウム錯体を対象として新規増感色

素の探索を行った。テルピリジントリカルボン酸とトリ

フルオロメチル基の導入位置の異なるフェニルピリミジ

ン誘導体、チオシアナト基を配位子とするルテニウム

（II）錯体を新たに合成し、電子吸引性基導入位置の効

果について知見を得た。 
 二つのキノリルピリジンジカルボン酸と2-フェニルピ

リジン、又は2-（2-チエニル）ピリジン、又は2-（4-メ

トキシフェニル）ピリジンを配位子とするシクロメタル

化ルテニウム錯体を新たに合成しその増感色素としての

特性を検討し、近赤外光である900nm での光電変換量

子効率として非常に大きい25%を実現した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、有機系、ルテニウム、色素増

感 

 
［研 究 題 目］「金属系構造材料の高性能化のためのマ

ルチスケール組織設計・評価手法の開

発」の推進 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟、 

Sharma Vikas（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 実用材料の特性を支配する微細構造（析出相、粒界、

転位などの集合体）の構造や性質、力学挙動を、大規模

第一原理計算により、原子・電子の挙動から解明し、乱

れた原子配列や合金成分、各種添加物の効果を探るとと

もに、Phase Field 法などメゾスケールの計算技術と繋

ぐことで、マルチスケールの組織設計・特性評価技術を

構築する。また、計算材料科学分野における高性能汎用

計算機の活用のための各種計算技術の構築、融合、普及

を推進し、計算材料科学技術推進体制の構築を支援し、

これにより独創的な成果の創成を推進し、プロジェクト

全体の戦略目標の達成に貢献する。平成25年度は、前年

度に引き続き、鉄鋼材料中の Fe／析出相界面の構造モ

デルの大規模第一原理計算を OpenMX コードを用いて

進めた。さらに、QMAS コードを用いて、界面近傍の

局所応力や局所エネルギー分布の精密解析も行った。こ

れらにより、異相界面での原子、電子の振る舞いが明ら

かになり、界面の格子歪の効果、応力や界面エネルギー

の起源、整合界面から部分整合界面への遷移を定量的に

掘り下げて理解することができた。また、鉄鋼材料中の

転位芯構造のモデルを構築し、OpenMX による大規模

第一原理計算を進めた。転位芯の6回対称が再現され、

合金成分（Si）との強い相互作用が電子挙動から明らか

になった。こうした第一原理計算結果をメゾ・マクロの

シミュレーションに連結させるための手法開発として、

第一原理計算を Phase Field 法に繋ぐ方法論について、

理論的・計算技術的な検討を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］大規模第一原理計算、次世代スパコン、

計算材料科学、異相界面 

 
［研 究 題 目］車載電池の性能評価手法の技術開発 

［研究代表者］小林 弘典 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］小林 弘典、鹿野 昌弘、小池 伸二、

奥村 豊旗、廣瀬 道夫、金光谷 和彦、

和合 由美子、森 里織、山本 博文、

山口 洋一、鈴木 友美、竹井 かずえ、

古谷 恭代、平井 順、名倉 規代、 

中島 美幸、松本 勝、山野 由美子 

（常勤職員4名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 管理下走行試験および走行を模擬した電池単体の加速

劣化試験によって劣化した車載蓄電池について内部分析

を行い、電池構成材料を直接調べることで劣化要因を解

明することを目的とする。今年度は、「車載蓄電池単体

について、加速劣化試験により特性劣化させた電池の内

部分析を行うことで、電池の種類・使用条件の違いによ

る劣化モードや劣化要因の違いを明らかにし、電池単体

での将来の残存性能評価に適した余寿命推定式を提案す

る」ことを研究開発目標として実施した。1) 車載蓄電

池の電池試験の実施：車載蓄電池単体のサイクル試験お



研 究 

(666) 

よび保存試験を実施した。取得したデータに対して各種

解析手法を適用することで、将来の残存性能評価に適し

た余寿命推定式について検討し、有効と思われる手法に

ついて提案した。また、試験終了後の一部の蓄電池につ

いては解体を実施し、内部の材料について分析を実施し

た。2) 18650型円筒電池を用いた電池試験の実施：電気

自動車型小容量モデルセルを試作し、加速条件抽出のた

めのサイクル試験及び保存試験を実施した。また、電池

特性評価・寿命評価方法について検討を行い、小容量モ

デルセルで検証した。3) 定量分析手法の検討：電極材

料の物性の定量化を可能にする電池内部分析手法につい

て、精度向上についての検討をした。SPring-8等の量

子ビーム施設を利用し、試験後の特性劣化した電池構成

材料のバルク構造や表面構造の変化について、データを

収集／蓄積することで、特に、正極電極の二相解析結果

の構造パラメーターの精度向上が図れた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］車載蓄電池、解体試験、量子ビーム 

 
［研 究 題 目］「京都大学 構造材料元素戦略研究拠

点」 

構造材料の粒界・欠陥の基礎物性の第一

原理計算 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 耐熱材料や構造材料の特性は、結晶粒界や界面、欠陥

の構造とエネルギー、諸性質に大きく支配される。特に、

粒界・界面・欠陥の応力下での挙動の理解が重要である。

本研究課題では、まず、こうした粒界・界面・欠陥の構

造や安定性、諸性質、応力下での挙動を、第一原理計算

を用いて高精度に解明するための方法論、手法を検討す

る。とりわけ、威力を発揮すると期待される「局所エネ

ルギー・局所応力の解析法」の整備とその適用方法の検

討を進めた。構造材料中の粒界や欠陥の構造・エネルギ

ー、それらの応力下での振る舞いを原子・電子挙動から

解明する手法として、局所エネルギー・局所応力の第一

原理計算法の開発と適用を引き続き行った。前年度に開

始した鉄粒界への適用を拡張し、四種の回転角の<110>

傾角の対応粒界に適用した。回転角に応じて界面構造ユ

ニットの種類・配列が変わり、界面原子の局所エネルギ

ーや局所応力の様子も相関して変化する様子が明らかに

され、鉄粒界の安定性・強度解析への有効性が示された。

また、鉄粒界への不純物偏析として Si 偏析を取り上げ、

偏析機構が局所エネルギー分解により効果的に解析でき

ることが見出された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］第一原理計算、粒界・界面、局所エネル

ギー、局所応力 

 
［研 究 題 目］定置用リチウムイオン二次電池の安全性

評価技術等の開発 

［研究代表者］小林 弘典 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］小林 弘典、小池 伸二、鹿野 昌弘、

永井 功、松島 壽一 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、定置用リチウムイオン電池に係る国

際標準の検討に対応した安全性試験等の試験方法の開発

及び第三者認証の構築を視野に入れた試験方法の開発に

資するため、耐類焼試験に適用可能な単電池熱暴走方法

の開発および製造直後の電池を評価する事で、電池のラ

イフサイクルにおける安全性評価を代表することが可能

であるかを検証することを目的とする。そのために、長

期的な電池性能評価を実施しつつ劣化電池の安全性を検

証する事とする。今年度は「耐類焼試験用単電池熱暴走

方法の開発」と共に、「長期的な電池性能・安全性の評

価と検証」を合わせて実施した。「耐類焼試験用単電池

熱暴走方法の開発」に関連して、昨年度までに案出した

耐類焼試験用単電池熱暴走方法を定置用リチウムイオン

単電池に適用し、いずれの電池も熱暴走に至ることを確

認することで、試験方法として有効であることを実証し

た。また、「長期的な電池性能・安全性の評価と検証」

に関連しては、昨年度から実施している1つの電池系の

試験を継続し、本年度中に長期的な電池性能試験を完了

するとともに劣化電池の安全性試験も概ね終了した。そ

の結果、この電池系は温度による加速劣化が効果的で、

劣化電池の安全性についても未使用品と比較して安全性

が低下することはなく、劣化電池の安全性試験を改めて

実施する必要がないことが実証された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］定置用リチウムイオン電池、第三者認証、

安全性試験 

 
［研 究 題 目］ダイヤモンド金属-半導体電界効果トラ

ンジスタ（MESFET）の開発 

［研究代表者］鹿田 真一 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鹿田 真一、梅澤 仁、坪内 信輝、 

渡邊 幸志（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 過酷事故環境へ適用可能な基盤技術として革新的原子

炉システムの安全性・信頼性強化に資するため、耐熱・

耐放射線性（X 線、γ線、中性子線）にすぐれた前置増

幅器用ダイヤモンド電界効果トランジスタを開発するこ

とを目標とした研究を分担している。 

 研究計画全体は、①バルク結晶、電気特性評価用基本
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的電子デバイスに対する X 線、γ線、中性子照射によ

る放射線照射実験、②エリアモニターならびに CAMS
用γ線検出器の開発、③前置増幅器用金属-絶縁体-半導

体電界効果トランジスタ（MISFET）及び金属-半導体

電界効果トランジスタ（MESFET）の開発、④ダイヤ

モンド FET をもちいた前置増幅器の検討からなり、当

機関では③の MESFET を研究主体として遂行し、①の

支援研究を実施している。 

 H25年度は、ダイヤモンド薄膜の耐放射線性を評価す

るため、p 型ダイヤモンド薄膜試料を合成し、X 線照射

前後における試料の結晶性および電気伝導特性について

評価を行い10kGy 照射前後のホール効果測定で、優位

差が見られないことを確認実証した。擬似縦型構造ショ

ットキーダイオードを基本素子として、同様に X 線照

射前後における特性の変動を評価して放射線耐性を確認

した。10kGy 照射後一部の素子でもれ電流が1～3桁程

度上昇していることがわかった。表面リークパスの形成

などが原因として考えられる。過酷事故環境下の高温状

態にあって、FET 増幅回路を高利得・低雑音・低損失

で動作するために重要な低抵抗コンタクト層選択形成を

行い、構造設計知見をもとに、高品質エピ成長を行い

FET に最適な膜厚とドーピング濃度をもつ p 型 CVD
エピ膜を得た。耐熱性ショットキー電極を用いてコルビ

ノ型素子による基本 MESFET を試作し評価した。 

［分 野 名］環境エネルギー 

［キーワード］ダイヤモンド、耐放射線、トランジスタ 

 
［研 究 題 目］分子モデリングに基づく高度創薬支援 

［研究代表者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］広川 貴次、本野 千恵 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 創薬標的タンパク質を対象に、ホモロジーモデリング、

ドッキング計算（タンパク質－タンパク質、タンパク質

－低分子、タンパク質－核酸）、分子動力学計算要素技

術に基づいた、立体構造に指南されるドラッグデザイン

を高精度で実施するための高度分子モデリング技術の支

援と高度化を行う。申請者らが取り組んできた、GPCR
やキナーゼなど代表的な創薬標的タンパク質に対する分

子モデリング実績や、網羅的モデリングデータベース

SAHG の活用による外部研究者への「支援」活動と、

次世代の標的とされるタンパク質-タンパク質（核酸）

相互作用や、分子認識に大きな構造変化を伴う難易度の

高い標的タンパク質への創薬支援を目指した、大規模計

算、分子動力学計算を積極的に活用した「高度化」研究

を実施する。 

 平成25年度では、支援と高度化合わせて15件の共同研

究（うち共同研究契約2件、事業内連携2件、事業外連携

11件）および2件のコンサルテーションを実施した。現

在も10件の採択支援課題を進行中。成果として誌上発表

6報。複数の支援課題で、化合物の提案も済んでおり、

活性評価が期待される。課題内の高度化研究から、誌上

発表1報、リバイス中1報、ツールの外部公開1件。創薬

に関する技術者養成コースをのべ12コース開催、研究講

演会を1回開催。大学・企業からの人材へのオンザジョ

ブトレーニングをのべ8名に実施した。論文成果は以下

の通りである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］分子モデリング、タンパク質－化合物複

合体予測、薬物分子シミュレーション、

インシリコ創薬 

 
［研 究 題 目］インフルエンザウイルス複製に関与する

宿主因子とウイルス因子のインターフェ

ースを標的とした新規抗ウイルス薬探索

の基盤研究 

［研究代表者］夏目 徹（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］夏目 徹（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 インフルエンザウイルスの増殖過程の中の、ウイルス

ゲノムの複製とウイルス遺伝子の転写過程に焦点をあて、

独自に開発した活性を指標とするアッセイ系である

cell-free 系と酵母内ウイルスレプリコン系を基盤として、

基本的でユビキタスな感染体と宿主因子の重要な相互作

用ネットワークを同定する。得られたネットワーク情報

を基に、新規な抗ウイルス薬開発ターゲットの発見を目

指す。 

これまでの、変異率の高いウイルス因子を標的とした

ものが主であるので、本研究ではウイルス因子と宿主因

子のインターフェースの構造基盤を明らかにし、これを

もとに宿主因子を標的としてウイルス因子との相互作用

を阻害する新しい作用機序の抗ウイルス薬を探索するこ

とを目指し、インフルエンザウイルスの制御戦略に資す

る。 

今年度は、感染体ゲノムにタグ付けを行い、網羅的に

コンピテント細胞に遺伝子導入する準備を整え、システ

マティックなネットワーク解析を行う準備を整えた。 

 また、感染体の遺伝子転写に関わる、重要な因子間の

相互作用を阻害する低分子化合物のスクリーニングを、

感染体因子の精密な構造情情報を基に実施した。得られ

たヒット化合物の中から、プラークアッセイ、in vitro
の転写活性評価などから、毒性がなく高い抗ウイルス活

性を有するリード化合物候補を得た。得られた化合物と

感染体因子との相互作用について NMR 法を用いて測定

し、相互作用情報を加えた形でドッキングシミュレーシ

ョンを行い化合物-感染体因子複合体の構造情報を得る

ことができた。今後は化合物を合理的理論設計から最適

化を行う。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ウイルス、宿主感染体ネットワーク、質

量分析、インフルエンザ 

 
［研 究 題 目］B 型肝炎ウイルスにおける糖鎖の機能解

析と医用応用技術の実用化へ 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、梶 裕之、久野 敦、 

栂谷内 晶、佐藤 隆、安形 清彦、 

助川 昌子、我妻 孝則、平野 朋子、

高野 慶子、辻川 紫華子 

（常勤職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 
 日本には約140万人の B 型肝炎ウイルス（HBV）保有

者がいると考えられ、我が国ではユニバーサルワクチネ

ーションが行われておらず、母子感染に加え水平感染に

よる新規感染が起きている。B 型肝炎においてはインタ

ーフェロンによる治療成績が悪い場合が多く、核酸アナ

ログ薬の継続投与でも薬剤耐性ウイルスの出現が問題に

なっており、逆転写酵素に代わる創薬ターゲットの発見

が必須である。本研究は、平成25年度厚生労働科学研究

費補助金（B 型肝炎創薬実用化等研究事業）として採択

され実施した。本研究では、肝疾患や HBV 作製・感染

実験の専門家とグライコプロテオミクス技術などの糖鎖

機能解析技術を開発・実用化して来た糖鎖生物学者との

協力体制（医工連携体制）により、HBV の感染過程に

おける糖鎖の役割を明らかにし、他研究課題と連携し B
型肝炎の新規治療薬の開発を目指している。 

１）HBV（HBs 抗原）の糖鎖解析：多数の検体から

HBV（HBs 抗原）を調製し、レクチンアレイ技術を

応用した解析法の開発や、質量分析による HBs 抗原

と糖鎖の構造解析を行った。N 型糖鎖修飾が Pre-S
領域の N 末側にある事が確認された。3種の HBs（S、
M、L）の糖鎖付加はほぼ50%であり、S 領域の N 型

糖鎖修飾の割合に依存しており、ウイルス粒子内にお

ける配向性との関連が考えられる。また、開発した技

術によって異なる背景肝について多数サンプルの糖鎖

構造を分析・比較していく事が可能になった。HBV
感染と肝線維化や肝がん発症とのマーカー開発に繋が

れば治療の効率化に繋がると考えられる。 

２）HBV 感染可能細胞の糖鎖解析：産総研独自のグラ

イコプロテオミクス技術を用い HBV 感染可能細胞と

非感染可能細胞の糖鎖プロファイリング、次世代シー

ケンサー等を用いた糖鎖遺伝子の発現解析を行った。

HBV 感染機構における肝細胞側の糖鎖の役割は全く

分かっておらず、宿主肝細胞の糖鎖合成系が HBV 上

の糖鎖構造にどのように影響を及ぼすかは不明である。

これまでに5種の肝がん細胞とヒト肝細胞の次世代シ

ーケンサーによる解析を終了しており、糖鎖関連遺伝

子の発現における差が明らかになったので、HBV 感

染との関係をより詳細に解析していく必要がある。ま

た、福島県立医科大・伊藤先生との共同研究により、

HBs 抗原上の糖鎖構造解析（N-glycan/O-glycan 解

析）を行った。N-結合型糖鎖と O-結合型糖鎖はとも

に単純な構造であったが、肝細胞の膜糖タンパク質の

糖鎖構造と異なる結果となった。 

３）HBV-宿主細胞における糖鎖の役割：感染に関わる

分子探索のために、肝細胞で発現し感染不可能な肝が

ん細胞で発現していない HBV 糖鎖受容体候補分子を

探索した。肝細胞に発現する内在性レクチンをクロー

ニングし、血清より精製した HBs 抗原との結合を解

析した結果、有意に結合が確認される分子を確認した

（幹細胞研究センター・舘野研究院との共同研究）。

肝臓内局在や HBV 感染との関連性を検証中である。 

４）糖鎖改変の HBV の増殖・感染能への影響：HBV
を産生する肝細胞の糖鎖合成系を阻害し、HBV 粒子

の形成・分泌能を解析した。糖鎖遺伝子を2群（抑制

目的と過剰発現目的）に分け、cDNA と siRNA ライ

ブラリーの作成を進め、糖鎖改変細胞作製の準備を行

った。また、糖鎖遺伝子 siRNA を用い HBs 抗原の

分泌を抑制する遺伝子のスクリーニングを行った。、

糖鎖改変細胞の影響を詳細に解析する事により、創薬

ターゲットの選定に繋げる。 

５）糖鎖修飾を受けた HBs 抗原の大量精製：現行のワ

クチン接種により得られた抗体（富山大・田尻先生）

を解析した結果、糖鎖の付いていない HBs 抗原のみ

を認識する事が分かった。生物プロセス研究部門・千

葉研究員との共同研究として、ヒト型糖鎖を有する

L-HBs 抗原を発現する酵母を作製した。2種の cDNA
に由来するクローンで L-HBs 抗原の発現に成功し、

少なくとも一つの N 型糖鎖修飾を有することを確認

した。大量精製のために、酵母株、培養条件、精製法

の条件検討を行った。今後、免疫試験を行い糖鎖の影

響を解析し、より有効なワクチンの開発に繋げる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］B 型肝炎ウイルス、糖鎖、グライコプロ

テオミクス、レクチンアレイ、ワクチン 

 
［研 究 題 目］肝疾患病態指標血清マーカーの開発と迅

速、簡便かつ安価な測定法の実用化 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、梶 裕之、久野 敦、 

栂谷内 晶、佐藤 隆、雄長 誠、 

曽我部 万紀、清原 克恵、萩原 梢、

海野 幸子、橋本 美香、鉄羅 奈央子 

（常勤職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 
 C 型慢性肝炎患者の多くは、肝線維化が進展し、肝硬

変を経て、やがて肝がんを発症する。この慢性肝炎の治

療には抗ウイルス療法が適用されるが、その効果判定や
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肝硬変、肝がんハイリスク群のエンリッチには肝線維化

の程度を知ることが重要である。しかしその判定は高侵

襲性の生検によるため、臨床上の隘路となっている。ま

た、現行の肝がんマーカーでは、早期発見は難しい。

我々はこれまでに肝臓由来血清糖タンパク質の糖鎖構造

が、肝疾患の進展に伴って変化することに着目し、肝線

維化および肝がんマーカーの候補糖タンパク質を多数見

いだした。本年度は、 

１）肝疾患、特に肝がんに対する診断マーカーの探索、

正当検証及び簡易測定系の開発  

２）2つの開発済み肝疾患病態指標マーカーの多施設多

検体検証 

を行うことを目的とする。以下にその成果を示す。 

１）新規肝疾患病態指標マーカーの簡易測定系開発 

 新規肝がんマーカーの探索においては、AFP 非産

生肝がん群に相関するレクチンに結合する、肝がん細

胞由来の糖タンパク質として同定された候補分子につ

いて、データマイニングの手法により候補分子絞り込

み、優先順位付けを行った。絞り込んだ分子のうち6

種については抗体オーバーレイレクチンアレイにより

比較糖鎖プロファイリングを実施し、マーカーとなる

可能性を検討した。 

 また、レクチンアレイによる肝細胞がん組織標本の

比較糖鎖解析を行った。背景肝の異なる複数のがん組

織標本を用い、がん部・非がん部組織領域についてレ

クチンアレイ解析を行った。データ規格化後の統計解

析の結果、がん部で有意にシグナルが増減するレクチ

ンをいくつか見出した。特にレクチン X はがん部で

のシグナルが高値であった。組織染色により、レクチ

ン X はがん細胞の特定領域を染めることが判明した。 

２）多施設多検体検証 

 昨年度に引き続き線維化マーカーWFA+-M2BP の

多施設多検体解析を実施し、1600例分の測定が追加さ

れた（累計総数として5695検体）。以上より、マーカ

ーの有効性や特性がさらに明確になった。それとは別

に、新規マーカーWFA+-CSF1R についても、臨床的

有効性検証を行った。血中における総 CSF1R 量

（total CSF1R）を抗体サンドイッチ ELISA 系によ

って測定することで、total CSF1R に対する WFA+-
CSF1R の割合（WFA/total）を算出した。その結果、

(ⅰ) WFA+-CSF1R 値によって肝硬変患者の予後予

測が可能であること (ⅱ) 早期 HCC 発症予測が可能で

あること (ⅲ) WFA+-CSF1R /total CSF1R は HCC
の発症予測が可能であることを示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、疾患糖鎖バイオマ

ーカー、グライコプロテオミクス、肝臓

疾患、肝線維化、迅速診断 

 
［研 究 題 目］CHP/NY-ESO-1ポリペプチドがんワクチ

ンの術後食道癌症例を対象とした多施設

共同前期第 II 相臨床試験 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］五島 直樹、小川 浩二 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 転移・再発固形腫瘍例に対する化学療法を始めとする

薬物治療の限界を改善するため、宿主の免疫反応を利用

する免疫的治療が注目されている。近年、T リンパ球に

認識される腫瘍抗原が多数同定されてきているが、これ

ら同定抗原を免疫源とする「癌ワクチン」が有望な特異

的癌免疫療法の一つとして期待されている。これまでに

癌ワクチン投与後に抗原特異的免疫反応が患者体内で誘

導され、また低頻度ながら腫瘍縮小反応がみられること

が挙げられる。癌ワクチン投与後の免疫反応として、免

疫源に対する抗体産生だけでなく種々の抗体産生が誘導

されることが報告されている。本研究では、癌ワクチン

投与後に生じる体内での免疫反応をプロファイリングし、

対象群と比較することによって治験研究の補助的データ

とすることを目的とする。 

 我々が開発した世界最大のヒトタンパク質発現リソー

ス（HuPEX）から cancer/testis antigen（CTA：癌と

精巣のみに発現する遺伝子群）の240種を選択し、コム

ギ無細胞タンパク質合成系で合成した。傍腫瘍性神経疾

患患者の血清をテストサンプルとして使用し、血清中の

自己抗体のプロファイリングを、Beads 方式とアモル

ファスカーボン（aC）基板方式によって作製したプロ

テインアレイを使用して検出を行った。Beads 方式の

アレイは240種の CTA タンパク質に対して14種のタン

パク質に対する自己抗体を検出した。一方、aC 基板方

式のアレイは19種のンパク質に対する自己抗体を検出し

た。Beads 方式のアレイは1基板あたり180種のタンパ

ク質を搭載しており、aC 基板方式は356種のタンパク

質を搭載可能である。 

 どちらのアレイ化方法も、タンパク質の高次構造を維

持し、ネイティブなタンパク質を基板上に整列化する

我々オリジナルのものである。新規開発の aC 基板方式

は自己抗体検出の再現性が高く、スポットの高密度化も

行いやすい特徴を有する。バイオテック社の EDR-

384SX 分注機を利用し、独自開発のプロトコールによ

り aC 基板上に384~1536スポットを1ショットでタンパ

ク質をアレイ化できる。プロテインアレイの評価として、

傍腫瘍性神経疾患患者の血清をテストサンプルとして使

用し、血清中に含まれている自己抗体の解析結果を指標

に行う（（独）産業技術総合研究所の倫理委員会で承認

を得た。） 

 （独）産業技術総合研究所のヒト由来資料実験申請書

を提出し、倫理委員会で承認を得ている。また、医師主

導治験におけるプロテインアレイ測定機関に対する治験
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前監査を実施した。治験における検査実施に必要な組織

や手順書等は整備されていることを確認した。 

 傍腫瘍性神経疾患患者の血清（40µL）を使用し、血

清中の自己抗体のプロファイリングを、aC 基板方式の

プロテインアレイを使用して行った。aC 基板方式のア

レイは、384スポットと比較して1536スポットのアレイ

においても全く同じ抗体シグナルパターンを検出した。

また、複数のアレイを作製し、その抗体シグナルパター

ンの再現性を検討し、非常に良い再現性を示した。さら

にハイスループットな抗体プロファイリングが可能であ

ることを確認した。 

 従来法の Beads 方式よりも aC 基板方式のプロテイ

ンアレイのほうが血清中の抗体シグナルを検出する上で、

非常に再現性が高いことが明らかになった。また、

Beads 方式（7mL）よりも aC 基板方式（40µL）の方

が少量のプローブ溶液量で反応させることができ、高濃

度の血清溶液で反応させることが可能である。さらに

aC 基板方式は基板のカーボン素材の特徴により自家蛍

光がほとんどなく、蛍光検出において高感度検出が可能

であり、測定の定量性も非常に良い。 

疾患患者の血清中の自己抗体プロファイリングを行う

方法として、タンパク質スポットの高密度化のしやすさ、

高感度の抗体検出において aC 基板方式が有効である。

また、図3の結果で分かるように aC 基板方式では弱い

シグナルの検出の再現性も非常に高い結果を示した。し

たがって、本治験での血清中の自己抗体プロファイリン

グには aC 基板方式が適していると考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］がんワクチン、免疫療法、食道癌、自己

抗体、免疫プロファイリング、免疫モニ

タリング、プロテインアレイ、CTA、癌

特異的抗原 

 
［研 究 題 目］中小規模事業場向けのリスクアセスメン

ト手法の開発 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、牧野 良次、松倉 邦夫 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 近年の労働災害による休業4日以上の死傷者数はおよ

そ11万人で推移している。平成22年では死傷者数の50%、

死亡者の65%が従業員30人未満の事業場に所属していた。

このことは労災被災者数の削減を促進するには中小規模

事業場に着目する必要があることを示している。一方で、

労災削減においてはリスクアセスメントの実施が望まれ

ているにも関わらず、リスクアセスメントが行われるべ

き中小規模事業場でむしろ普及が進んでいない現実があ

る。そこで本研究は中小規模事業場で導入容易なリスク

アセスメント手法の開発を目的とする。 

 中小規模事業場は人員や資金確保の面で厳しい状況に

あり、それがリスクアセスメントの導入阻害要因になっ

ていると考えられる。普及可能なリスクアセスメント手

法が備えるべき条件として「少人数で・短時間で・小額

で実行可能」であることが必須である。同時に、事故削

減という目的上十分な精度でリスクを定量化する必要が

ある。中小規模事業場でのリスクアセスメントを普及さ

せかつ事故削減に貢献するためには、上記の条件を満た

す評価手法の開発が急務である。 
 安全工学会が開発し本研究代表者および分担者も関与

している「保安力評価システム」を開発のベースとする。

しかしながら、現行の保安力評価システムは大規模事業

者への適用を念頭に置いた手法であり、そのまま中小規

模事業場に適用することはできない。そこで本研究では、

現行の保安力評価システムを簡易化し中小規模事業場向

けに改良したリスクアセスメントのための質問項目を作

成した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］中小規模事業場、労働災害、リスクアセ

スメント 

 

［研 究 題 目］妊娠・授乳期における医療用医薬品の使

用上の注意の在り方に関する研究 
［研究代表者］吉川 裕之（筑波大学大学院） 
［研究担当者］江馬 眞（安全科学研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、妊婦及び授乳婦に対する医薬品の催

奇形性等の発生毒性のリスクを臨床現場で正しく理解す

るために、本邦独自のリスク分類を確立することである。

そのためには動物実験による胎児及び新生児に対する有

害影響を正確に把握する必要がある。動物を用いた発生

毒性試験結果の正確な解釈のためには試験に用いた動物

の背景対照データが必要不可欠である。 

 本年度は、ラットの発生毒性試験の背景対照データを

昨年に引き続いて整理した。1994-2010年に実施された

ラットを用いた発生毒性試験に関する背景対照データを

国内の19機関（製薬会社：10社、受託研究機関：9社）

から収集した。試験のデータは1994-2000年及び2001-

2010年に分けて解析した。最近、我が国に導入されたハ

ノーバー・ウイスター・ラットに関するデータについて

も収集・整理した。研究機関間の胎児異常の頻度の差は

各研究機関における観察指標、判定基準と分類、異常に

関する用語の違いによると考えられた。これらの背景デ

ータは発生毒性試験結果の評価には必要不可欠であり、

ラットを用いた発生毒性試験結果をより正確に解釈する

ためには、今後も引き続き背景データを収集・整理する

ことが必要である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］動物実験、発生毒性、催奇形性、胎児毒

性、ラット 
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［研 究 題 目］被災後の子どものこころの支援に関する

研究 

［研究代表者］西田 佳史（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］西田 佳史、本村 陽一、北村 光司 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、被災後に閉じこもり、セルフコント

ロールの困難などの問題を抱える子どもの心のケアの新

たな試みとして、センサ遊具（対話的遊具）を通じて、

個々の子どもにあった様々なチャレンジを提供すること

で、それを乗り越える楽しさ、身体をコントロールする

スキルを身につける楽しさ、他の子どもとコミュニケー

ションを取り知識伝承の楽しさなどを育める環境を開発

し、その効果検証を行うことにある。 

 平成25年度は、産総研が保有しているノボレオンと呼

ばれる対話遊具を改造し、小学生のための遊びプログラ

ムと、SNS を組み合わせた包括的な支援システムを実

現するために、システムの改良に加え、そのシステムを

運用する方法論及び、持続的に発展させるための利用者

と支援者コミュニティ作りの検討とインベントの実施を

行い、持続的な活動を可能にするための方策を検討した。 

 具体的には、改良型の対話型センサ遊具を被災地以外

の地域に導入して、地域に適した遊びプログラムの開発

とイベントの実施を行った。対象地域としては、冬季や

雨天時でもイベントの実施が可能である富山市の総曲輪

グランドプラザを選び、地域活性化のために設置されて

いる支援団体や主に富山大学の学生によって活動が支え

られている「富山まちなか研究室」と連携できる連携体

制を構築した。富山市総曲輪グランドプラザにおいて開

催される子ども向けのイベント期間（12/13〜1/13）に

おいて、ノボレオンを使用した子どもの遊びイベントを

活用した継続的な活動を実施し、その問題点や改良方法

を調査した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スキル評価、行動モデル、行動シミュレ

ーション、こころのケア、センサネット

ワーク、遊具 

 
［研 究 題 目］蝸牛遅延を考慮した聴覚末梢系情報処理

メカニズム解明及び情報処理技術への応

用 

［研究代表者］饗庭 絵里子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］饗庭 絵里子、中川 誠司、津崎 実、 

長田 典子（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、蝸牛遅延特性を活用し、蝸牛から脳

幹に至るまでの聴覚末梢系における情報処理メカニズム

の全体像明らかにすることである。蝸牛遅延とは、蝸牛

基底膜の物理的な固さが、鼓膜側から蝸牛頂側にいくに

つれて次第に柔らかくなることから、その固さに応じて

よりよく共振する周波数が異なり、低音域に情報処理の

遅れが生じる現象のことである。本成果は、将来的に、

音情報を聞き取りやすく加工する情報処理手法の開発に

もつながる。 

 現在までに、ヒトの聴覚が音のオンセットの同時性を

知覚する際の精度を推定するための実験を実施し、聴覚

システムは低音域の遅延に対してのみ同時性の知覚精度

が低いことが明らかになっている。また、その高音域に

対する遅延が約40ms であったしても、約10ms の遅延

との区別がつきにくいことも示された。 

 これに加え、音のオンセットの同時性の知覚精度推定

に対する日常的な聴取訓練の影響も観察した。その結果、

楽器演奏などに伴う日常的な注意深い聴取訓練が、同時

生判断の精度の向上を向上させることが明らかになった。

さらに、蝸牛遅延による時間的な情報の崩れの処理に関

わるようなシステムとは別の段階で生じている可能性が

示唆された。 

 さらに、聴性脳幹反応と呼ばれる音のオンセットに対

して引き起こされる脳波との比較を行ったところ、長期

にわたる訓練を行うことで、刺激のオンセットと聴性脳

幹反応との同期が高まっていることが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］聴覚、蝸牛遅延、時間情報処理 

 
［研 究 題 目］科学技術週間ポスター「一家に1枚―鉱

物」の制作 

［研究代表者］奥山 康子（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］宮嶋 敏（埼玉県立深谷第一高校）、 

鮎沢 潤（福岡大学）、赤井 純治（新

潟大学）、川手 新一（武蔵高等学校・

中学校）貴治 康夫（大阪府立箕面東

高校）、黒澤 正紀（筑波大学） 

田中 陵二（（財）相模中央化学研究

所）、土山 明（京都大学）長瀬 敏郎

（東北大学）、宮島 宏（糸魚川フォッ

サマグナミュージアム）宮脇 律郎

（国立科学博物館）、山田 隆（日本医

科大学）（常勤職員1名、他12名） 

［研 究 内 容］ 
「一家に1枚」ポスターは、文部科学省が毎年4月第3

週の科学技術週間に発行し、全国規模で配布する、科学

に親しみ理解を深めることを目的としたポスターで、

2005年発行の「一家に1枚 元素周期表」に始まる。

2013年4月の科学技術週間に向けた企画に奥山を代表と

し日本鉱物科学会に所属する上記メンバーの提案「鉱物

－地球と宇宙の宝物」が採択され、2012年度後半に制作

活動を進めた。ポスターは24万5000枚印刷され、4月19

日からの科学技術週間で全国の博物館・展示館で配布さ

れたほか、小・中・高等学校にて教材利用された。産総
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研ではサイエンス・スクエアーが1,000枚、地質標本館

が5,000枚のポスターを一般配布用に受け取り、科学技

術週間を中心とするイベントにて配布した。 

 「鉱物－地球と宇宙の宝物」ポスターは、「一家に1

枚」ポスターとして地球科学分野はもちろん自然史全般

で初めて企画採択・発行されたものである。地球科学分

野ではアウトリーチへの関心が高く、今後企画を取りた

い諸学会・機関から本企画について数多い問い合わせが

あった。関心に応えるため、本企画実現までの経緯など

を簡略に取りまとめ、日本地球惑星科学連合ニュースレ

ターにて紹介した。なお奥山以下の担当者は、本企画実

現にたいして日本鉱物科学会から学会表彰を受けた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］科学技術週間、ポスター、鉱物、アウト

リーチ 

 
［研 究 題 目］可搬型生物剤・化学剤検知用バイオセン

サの開発 

［研究代表者］永井 秀典（健康工学研究部門） 

［研究担当者］永井 秀典、鳴石 奈穂子、 

駒場 リリアン 楓、高島 瑞紀 

 （常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 病原性微生物を検知するバイオセンサを搭載した、小

型軽量で携帯可能なシステムを開発する。超高速なセグ

メントフローPCR を搭載し、測定開始から結果表示ま

で15分以内に危険濃度の検知を実現する。 

研究計画： 

 生物剤・化学剤検出用ユニットを統合したプロトタイ

プ装置を大阪大学と共同で開発し、炭疽菌検出用バイオ

センサの性能について、炭疽菌芽胞の擬剤を用いて、大

気捕集から検出までの分析時間を最適化する。プロトタ

イプの大気捕集装置を用いた検討により、発症・致死濃

度程度に対して、10cell/µL の捕集能を達成できたこと

から、本濃度以下を検出できる最短時間を検討する。 

年度進捗状況： 

 炭疽菌擬剤の遺伝子を迅速に検知する技術として、既

存のリアルタイム PCR キットによる蛍光検出を用いて

いたが、既存のキットに使用している反応系が高速化に

適していなかったため、検出する遺伝子断片長の短縮と、

検出試薬である蛍光プローブの種類を改良することによ

り、炭疽菌検出用バイオセンサの捕集後の検出時間を15

分から8.5分まで高速化することに成功した。エンドポ

イント検出における再現性も良好で、8.5cells/µL の感

度を実現した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］PCR、POCT、遺伝子、炭疽菌 
 
［研 究 題 目］データベース（研究成果データベース）

リレーショナル化学災害データベース 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、若倉 正英、中島 農夫男、

松倉 邦夫、伊藤 俊介、阿部 祥子、

河辺 圭美、伊藤 貴子 

（常勤職員1名、他7名） 

［研 究 内 容］ 
 「リレーショナル化学災害データベース」は、継続的

に化学関連災害を収集し、公開することを目的としてい

るデータベースで、化学災害に関連した物質の危険性デ

ータへのリンクや文字情報以外のプロセスフロー図、装

置図、化学反応式などの付帯情報（画像情報）へのリン

クを持ち、利用者が利用しやすいように最終事象、装置、

工程、推定原因、被害事象を専門家によって階層化され

たキーワードで分類し、教訓を持つことを特徴としてい

る。また、一部の事例には産総研で開発した事故分析手

法 PFA によって事故を分析した結果である事故進展フ

ロー図がリンクされ、利用者がより簡便に深く事故を理

解できるように工夫されている。 

 本研究では、日々化学災害事例の収集、分析を行い、

事故の概要文を作成した約200件の事例について、関連

化学物質の抽出作業および各キーワードによる分類作業

を行いながらデータベースへの登録、公開を行った。ま

た、事故分析手法 PFA の結果である事故進展フロー図

約10件を Web で公開するフォーマットに整える作業を

行い、データベースに登録、公開を行った。 

 公開 URL：http://riscad.db.aist.go.jp 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］リレーショナル化学災害データベース 

（RISCAD）、事故分析手法 PFA、事故

進展フロー図、教訓 

 
［研 究 題 目］住宅の Dampness による健康損失の評

価と建築的防除に向けた因果構造の解明 
［研究代表者］篠原 直秀（安全科学研究部門） 
［研究担当者］篠原 直秀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 日本や欧米先進国では，幼児や児童のアレルギー性疾

患が増加傾向にあり、居室等のダンプネスがアレルギー

性症状や呼吸器疾患の発症を誘発している可能性が高い

ことが指摘されている。本研究ではアンケート調査と実

測調査を通して、ダンプネスとアレルギー性症状等との

因果関係を解明することを目的としている。 

 5,000軒程度のインターネット調査により得られた住

まい方や居住者の健康状態とダンプネスの度合いに対し

てロジスティック回帰分析を行い、ダンプネスの頻度や

対策に関する知見を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］室内環境、ダンプネス、カビ、真菌、湿

度、断熱仕様、アレルギー 
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［研 究 題 目］複合リスクガバナンス－リスク俯瞰マッ

プ、領域別事例比較、制度的選択肢 

［研究代表者］岸本 充生（安全科学研究部門） 
［研究担当者］岸本 充生（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 日本において、すべてのハザードを対象とするナショ

ナル・リスク・アセスメント（NRA)を毎年実施するよ

うな仕組みを実装することを目標として、平成25年度は、

客観的な評価である NRA の調査と、主観的な調査であ

る専門家へのアンケートの予備調査を実施した。前者は、

欧州諸国における NRA の実施体制や結果について、オ

ランダとスウェーデンは担当者へのインタビュー、英国

とノルウェーについては文献調査を行い、これらの結果

をまとめて日本リスク研究学会年次大会において発表し

た。共通するガイドラインはまだなく、各国が独自に工

夫して方法論を開発していることが分かった。後者は、

世界経済フォーラムが実施している専門家向けのグロー

バルリスク調査の日本版を作成し、予備調査として約40

名の専門家に対してウェブアンケートを実施し、そのデ

ータを解析した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナショナル・リスク・アセスメント、リ

スクマッピング、リスクガバナンス、発

生頻度、影響の大きさ 

 
［研 究 題 目］リスクに対する頑健性と柔軟性を備えた

環境調和型サプライチェーン設計手法の

開発 
［研究代表者］田原 聖隆（安全科学研究部門） 
［研究担当者］田原 聖隆、工藤 祐揮、村松 良二、

藤井 千陽、横田 真輝 

（常勤職員2名、他3名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究課題は、リサイクルを含む国内のサプライチェ

ーン全体を対象として、リスクに対する頑健性・柔軟性

と、低炭素や循環型といった環境調和性を併せ持ったサ

プライチェーンの構築に向けた分析・設計手法を開発す

ることを目的とする。そのために、1900品目分類以上の

製品・サービス間の地理的分布を含めた物質連関を可視

化し、それに地理的偏在性などのリスク要因を付加した

「サプライチェーンマトリクス」を整備する。また、サ

プライチェーンの「頑健性・柔軟性」を指標化し、それ

らと環境調和性の分析手法を確立する。実装した分析手

法によって、リスク回避と環境調和性の観点から産業プ

ロセスの立地の検討や原料供給源としてのリサイクルの

再評価を行い、国家レベルでのサプライチェーン再構築

に向けた戦略的な提言につなげる。 

 本年度は、我々が開発しているインベントリデータベ

ース IDEA に、統計データやヒアリング調査により収

集した量的情報（生産量、貿易量）を加えることにより、

1900品目分類以上の製品・サービス間の物質連関を可視

化した暫定版 IDEA マトリックスを作成した。作成し

たマトリックスを用いサプライチェーン寸断の影響分析

のケーススタディを実施した。その結果、地震により直

接の影響を受けない製品においてもサプライチェーン寸

断により供給側および需要側に被害が生じ、波及してい

くことが定量的に示すことができた。その一方で、サプ

ライチェーンの地理的情報の考慮、物流の寸断の考慮、

製造業以外の初期被害率の設定を含め、より精度の高い

評価が可能なように、IDEA マトリックスの改善および

評価方法の検討が必要であることも明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］サプライチェーン、リスク管理、サプラ

イチェーンマトリクス、物質連関  

 

［研 究 題 目］持続可能な資本主義に関する実験経済学

的研究 

［研究代表者］本田 智則（安全科学研究部門） 
［研究担当者］本田 智則（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 社会的責任投資（SRI）は急速に発展しており、欧米

においては投資市場の10%以上を占めるまでになってい

る。SRI を中心的な存在として据える経済は「持続可

能な資本主義」とも呼ばれるが、こうした投資行動を支

える行動原理は、いまだ十分に解明されていていない。

本研究では、経済実験の手法を用いて、SRI 投資家の

意思決定メカニズムを明らかにし、これまで不十分であ

った新たな投資市場メカニズムの理解を深め、長期的な

市場の安定性を追求する役割の一端を担うことを目的と

するものである。 

 そこで、約100名の被験者を対象とした経済実験を神

戸大学にて共同研究者と実施した。本実験では、一般的

な株と CSR 株（CSR 活動を実施している企業の株式）

の二種類の株式を、54名ずつ異なる環境で売買させた。

株式の売買は1期間180秒で、10期間継続して行われ、各

期終了後、前期の被験者個人の投資結果が本人にのみ表

示された。被験者の半分には、被験者全員の ID、顔写

真、CSR 株保有数の情報が全員に公開される設定とし

た。この設定により、社会的プレッシャーを実験室に作

り出し、CSR 株への買い注文数、取引成立数、取引成

立価格の上昇が発生するのかどうか検証した。社会的プ

レッシャーが存在する状況下では、CSR 株への買い注

文及び取引成立数の増加につながることが明らかになっ

た。この結果は、CSR 株を購入するという向社会的行

為に対し、他人から賞賛されたい欲求及び、CSR 株を

購入しないことで他人から白眼視されることを回避した

いという気持ちの現れであると考えられる。しかしなが

ら、CSR 株の取引成立価格には有意な影響を及ぼさな

いことがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー  
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［キーワード］社会的責任投資、実験経済学、被験者実

験、企業の社会的責任、CSR、SRI 
 

［研 究 題 目］「MHz 級デトネーションエンジンの物理

機構解明：バルブ共振型と回転爆轟波型

エンジン」 

［研究代表者］榊田 創（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］榊田 創（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、デトネーションエンジンの MHz 作動で

の理論上限モデルを構築すること、プラズマ理工学、可

視化技術を駆使したナノ秒オーダーでのデトネーション

開始に関する研究を行い、MHz 作動に適した開始方法

を解析すること、自律作動バルブと同軸管回転バルブを

組み合わせた10～100kHz 作動用の自律回転バルブの機

構を構築すること、回転爆轟型 MHz デトネーションエ

ンジン及びバルブ共振型 MHz デトネーションエンジン

の物理機構を実験、数値解析によって確認・解明するこ

とを研究目的とし、これらエンジンの実証試験機を製

作・テストし、デトネーションエンジンとしての実現性

を確認することを目標としている。本分担研究では、誘

電体バリヤ放電（DBD）プラズマ技術によるデトネー

ション現象の高度化を図るため、プラズマ生成時のガス

の可視化を行っている。 

 25年度は、プラズマと中性流体との相互作用の結果と

しての乱流化現象に関して、その原因を明らかにするた

め、プラズマジェットに電界を印加する実験を行った。

その結果、プラズマ中のイオンが深く関与していること

を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］デトネーション、ロケット、燃焼、大気

圧プラズマ、可視化 

 

［研 究 題 目］急速合体加熱と定常中性粒子ビーム加熱

を駆使した球状トーラスの限界ベータ検

証実験 

［研究代表者］榊田 創（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］榊田 創（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、プラズマ合体を用いた超高ベータ球状ト

カマク（ST）と磁場反転配位（FRC）の生成に、産業

技術総合研究所と東京大学の中性粒子ビーム入射

（NBI）装置0.75MW と0.3MW を組み合わせて、40%
を超える超高ベータ状態を100アルヴェン時間維持して

第2安定状態の ST の限界ベータと ST-FRC 境界領域の

安定性を解明することを目的としている。そこで、不安

定の成長時間より Sweet-Parker 時間の1/10以下で急速

合体形成する超高ベータの圧力・電流分布を NBI で維

持して、その安定性を検証する実験を行う。ベータ限界

を決めるバルーニング（キンク）、電流駆動型キンク等

の不安定と磁気井戸とプラズマ流、壁による安定化効果

との釣り合いを検証する。リコネクションによる圧力・

電流分布の幅広い制御に加え、複数の NBI でプラズマ

流の制御を試み、限界ベータを人為制御できるかを実験

的に明らかにする。 

 本分担研究において25年度は、NBI 装置導入により

流速分布を制御することにより、40%を超える超高ベー

タ状態を数十マイクロ秒維持することを目標として、

NBI 加熱・流速駆動実験を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］プラズマ、中性粒子ビーム（NBI）、実

験室天文学、磁気再結合、太陽フレアー 

 
［研 究 題 目］錯体水素化物における原子・イオン輸送

機構の解明－中性子散乱と陽電子消滅の

相補利用 
［研究代表者］榊 浩司（エネルギー技術研究部門） 
［研究担当者］中村 優美子、榊 浩司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 
 錯体型水素化物は質量あたりの水素密度が高いことで

知られている。その代表例である NaAlH4は金属イオン

（Na+）と錯イオン（[AlH4]
-）から形成されている。

錯イオン中で水素と Al が強く結合しているため、水素

放出反応温度が高く、速度も遅いという課題を有してい

る。これら課題は NaAlH4に Ti をドープすることで解

決できることが知られているが、そのメカニズムは不明

である。本研究では中性子全散乱及び陽電子消滅その場

観察を実施し、空孔を含めた構造の乱れを評価し、空孔

や欠陥の制御方法を検討し、反応特性改善を目指してい

る。科研費研究代表者（高エネルギー加速器研究機構・

大友教授ほか）との分担により研究を実施する。 

実施内容： 
 上記目標を達成するためには、陽電子消滅と中性子全

散乱による空孔の解析を行うための標準試料が必要であ

る。産総研では中性子全散乱と陽電子消滅での相補的利

用のための標準試料（Pr1-xNi2および Y1-xNi2）の作製及

び評価を行った。また、大友らにより測定された

NaAlH4の中性子全散乱測定及び EAFS 測定を行い、Ti
添加による構造変化についても議論した。 

年度進捗状況： 
 中性子全散乱と陽電子消滅での相補的利用のための標

準試料として、Pr1-xNi2及び Y1-xNi2合金をアーク溶解・

熱処理にて作製した。昨年度の試料は第2相として

PrNi3相が混在していたが、熱処理条件等を最適化した

結果、不純物のほとんど存在しない標準試料の作製に成

功した。NaAlH4の XAFS 測定で得られた XANES スペ

クトルでは過去の論文と類似のデータが得られた。そし

て NaAlH4の Al の吸収端のエネルギーは AlH3と同程度
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であることがわかった。来年度以降、陽電子消滅と中性

子全散乱の結果を踏まえた構造解析に取り組む予定であ

る。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素貯蔵材料、中性子全散乱、陽電子消

滅、構造解析、格子欠陥 
 

［研 究 題 目］錯体水素化物における原子・イオン輸送

機構の解明－中性子散乱と陽電子消滅の

相補利用 

［研究代表者］中村 優美子 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］中村 優美子、榊 浩司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、高性能な錯体系水素貯蔵材料開発のため、

中性子回折及び陽電子消滅のその場観測を実施し、空孔

を含む構造の乱れに着目した解析により、錯体水素化物

における原子・イオンの輸送機構を解明することを目的

とする。科研費研究代表者（高エネルギー加速器研究機

構・大友教授ほか）および榊研究員（エネルギー技術研

究部門；M010）との分担により研究を実施する。 

 昨年度は NaAlD4を合成し、中性子回折による構造解

析を行い、リートベルト解析を実施した。Ti が Al サイ

トの一部を置換している可能性および D が一部欠損し

ている可能性が示されたものの、主相以外の NaD、

Na3AlD6、AlD3が混在していたことから、多面的な解析

の必要が示唆された。 

 本年度は、錯イオンの電子状態と局所構造に着目し、

XAFS 測定を中心に研究が進められた。種々の濃度で

TiCl3を添加した試料について調べた結果、TiCl3の添加

により電子状態の有意な変化が確認された。この電子状

態の変化と、中性子回折の結果から示唆された水素欠損

の関連について、今後検討していく必要がある。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］水素貯蔵材料、結晶構造、局所構造、格

子欠陥 

 

［研 究 題 目］省エネ用半導体の実現に向けたマクロ・

ナノ統合結晶成長法の構築 

［研究代表者］西澤 伸一（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］西澤 伸一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー問題の解決策の一つである炭化珪素

（SiC）高機能半導体結晶は、化学量論的組成や結晶多

型の問題解決が喫緊の課題である。本提案は、過去40年

にわたって解決できなかった化学量論的組成および結晶

多型が制御可能な新規結晶成長法の提案と実証を行う。

具体的には、結晶成長炉内の動的圧力制御による過飽和

度の制御法の開発や、従来全く議論されていなかった電

気的特性を決定する化学量論的組成を高精度数値解法に

よりこれを可能にすることが目的である。これにより、

SiC の結晶多型の精密制御と結晶中の化学量論的組成の

精密制御が可能になり、従来使用されてきたシリコンに

代わるパワーデバイス用半導体用結晶となりえる SiC
結晶育成を実現する。平成25年度は研究分担者として、

特に結晶多形制御を決定するキーパラメータである表面

エネルギーを報告し、結晶成長炉全体の総合解析条件に

おいて結晶成長表面の境界条件として考慮することで、

実際の結晶成長における多形制御操作条件を定量的に検

討した。また、結晶成長中の転位挙動を正確に予測する

ための応力解析技術に関する検討を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］SiC、単結晶、結晶成長 

 

［研 究 題 目］地域分散型のエネルギーシステムへの移

行戦略に関する研究 

［研究代表者］歌川 学（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］歌川 学、小杉 昌幸 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、環境負荷の小さい持続可能なエネルギー需

給への転換として、現在の大規模型システムと大量エネ

ルギー消費の組み合わせから、エネルギー消費を効率化

し削減した上で地域分散型システムへ移行する手段を検

討し、その際の技術的社会的到達点を求めるとともに、

移行のプロセスについても解明することを目的としてい

る。産総研では省エネ技術の普及について分担する。 

 2013年度は、地域の CO2排出実態とエネルギー消費

実態について各種統計調査を行うとともに、地域の産業

や業務部門の取り組み事例調査を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］温暖化対策、省エネ対策 

 

［研 究 題 目］超高密度パワーSOC（Supply on Chip）
用集積回路基板の検討 

［研究代表者］西澤 伸一（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］西澤 伸一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 低炭素社会実現に向けて、化石燃料を燃焼するエネル

ギーから電力エネルギーへの転換が推進されている。こ

のような状況下、パワーエレクトロニクス技術はエネル

ギーの有効利用にかかわるキー技術である。パワーエレ

クトロニクス技術でキーとなる装置は電力変換装置であ

り、この電力変換装置は15年で1桁程度小型化してきて

おり、小型化された高効率な電力変換機器を多数用いて

より効果的に電力を有効利用することが重要となる。し

かしながら、電源の小型化は排熱の問題で限界に達する

ことが予想されており、本研究では、電源の究極の小型

化であるパワーSOC（Supply on Chip）を実現する一
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環として、電源において重要な絶縁性を確保しつつ排熱

特性（良好な熱伝導性）を有するパワーSOC 用の基板

を開発することを目的とする。平成25年度においては、

ダイヤモンド膜の品質と熱電率の定量的な相関関係を取

得することを開始し、実際の SoC 構造への膜厚などの

提案検討を開始した。また、製膜時の表面処理状態が大

きな技術課題であることが再認識され、その解決方法の

検討を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］パワーエレクトロニクス、集積化、ダイ

ヤモンド、電力変換器 

 

［研 究 題 目］不均一構造導入による圧電体膜の圧電特

性向上に関する研究 

［研究代表者］岡村 総一郎（東京理科大学） 

［研究担当者］飯島 高志（常勤職員1名) 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、圧電体 Pb（Zr, Ti）O3（PZT）膜

において、膜中に3次元的に分布する微細な空孔を導入

し、その空孔の周囲での連続的な応力変化を利用して膜

内に不安定な状態を生じさせ、膜内の不均一性が圧電特

性に及ぼす影響を明らかにすることである。 

 平成25年度は、化学溶液堆積法を用いた薄膜作製過程

において、銀コロイド粒子を前駆体溶液中に分散させる

ことで膜厚約300～500nm の膜中に銀粒子が分散した

Pb（Zr, Ti）O3（PZT）薄膜の作製が可能であること

を見出した。作製した膜の圧電特性の評価を原子間力顕

微鏡（AFM）を用いて試みたところ、変位－印加電場

特性の原点付近の傾きから見積もった圧電定数 d33,eff と

銀コロイド粒子の添加量の間には相関関係があることが

明らかになり、見かけの圧電定数増加の可能性が示唆さ

れた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］圧電体、センサ、高圧水素ガス 

 
［研 究 題 目］レーザープラズマ加速電子線を用いたフ

ェムト秒 X 線パルス生成と時間分解 X
線回折応用 

［研究代表者］三浦 永祐（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］三浦 永祐、丸山 昂貴、黒田 隆之助、

豊川 弘之（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、レーザープラズマ加速（高強度レーザーと

プラズマの相互作用を利用した電子加速）で得られるフ

ェムト秒電子線パルスとフェムト秒レーザーパルスを相

互作用させ、レーザーコンプトン散乱を用いたフェムト

秒 X 線源の実現を目指した研究開発を行うことを目的

としている。 

 今年度はレーザーコンプトン散乱によるフェムト秒 X
線発生を実証することを試みた。長さ2mm のヘリウム

ガスジェットに電子加速を行うレーザーパルス（波長

800nm, エネルギー700mJ, パルス幅40fs、以下、メイ

ンパルス）を照射し、エネルギーの揃った準単色電子線

を発生する。レーザーコンプトン散乱用のレーザーパル

ス（波長800nm, エネルギー140mJ, パルス幅100fs、
以下、コライディングパルス）を電子線放射方向に対し

20°の方向から電子線に同期衝突させ X 線を発生した。

蛍光板と CCD カメラを用い、エネルギー分解された電

子像と X 線像をシングルショットで同時計測した。X
線発生の検出には、高い電荷量を持つ電子線が必要であ

る。10pC を超える電荷量を持つ準単色電子線が発生し

た場合にのみ X 線発生を判断し、X 線発生頻度を評価

した。X 線発生頻度のメインパルス、コライディングパ

ルス間の遅延時間依存性を調べた。X 線が発生する2パ

ルス間の遅延時間は130fs 程度であり、コライディング

パルスのパルス幅100fs と同程度であった。また、2パ

ルス間の遅延時間が130fs 以上では、200ショット以上

で X 線発生は観測されなかった。このことは、X 線パ

ルス幅が100fs 程度あるいはそれよりも短いことを意味

し、フェムト秒 X 線パルス発生を示唆する結果が得ら

れた。 

［分 野 名］環境・エネルギー、計測・計量標準  

［キーワード］高出力レーザー、プラズマ、量子ビーム、

レーザープラズマ加速、レーザーコンプ

トン散乱、フェムト秒 X 線パルス 

 
［研 究 題 目］燐光寿命を利用した気体流れの温度速度

相関計測 
［研究代表者］染矢 聡（エネルギー技術研究部門） 
［研究担当者］染矢 聡、坂田 藍美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では燐光粒子の燐光寿命（明るさの時間変化）

を利用し、1台の紫外線レーザーと高速度カメラで、共

通の画像から任意の作動流体（空気、水、油など）の温

度と速度を二次元高精度同時計測する手法を確立する。

燐光寿命に基づく温度測定では、粒子の移動を考慮し、

これまでより適用可能範囲を広げる。加熱気体流れの基

礎実験に適用し、温度精度±0.5℃、時間分解能100µs
を達成する。また、シミュレーション画像を利用して精

度評価を行う。 

 これらの研究目的達成に向けて、平成25年度は人工画

像を用いた精度評価を行った。燐光画像では粒子が露光

時間のあいだ発光し続けるため、粒子像が楕円状になる。

これは PIV 計測において誤差要因となる可能性がある。

そこでシミュレーション画像を用いて、燐光粒子画像を

撮影した場合と、通常の PIV 同様に燐光ではない粒子

像を用いた場合とで、速度計測誤差を比較した。 

その結果、画像一枚の露光時間あたりの粒子移動量が

約2.5pixel 以下であれば燐光粒子を用いることに起因し
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た誤差はほとんど生じないことが H25年までに明らか

となった。その他、励起光強度が局所的に異なり、明る

さにムラが生じる場合を想定し、これによる速度・温度

算出誤差を評価した。また、流れ場に温度勾配が存在す

る場合の影響、燐光粒子の寿命が計測精度に与える影響

などを系統立てて調査し、開発手法の適用可能範囲を評

価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  
［キーワード］可視化、温度分布、蛍光 
 

［研 究 題 目］中性子散乱による鉄系超伝導体のスピン

揺動の研究 

［研究代表者］李 哲虎（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］李 哲虎、木方 邦宏 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2008年に新型超伝導体 LaFeAsO1-xFx が発見されたの

を契機に鉄系超伝導が一躍注目を浴びるようになった。

現在、超伝導転移温度は Tc＝56K にまで達しているが、

この高い Tc を単純な BCS 理論で説明することは難し

い。超伝導の発現機構解明に向けた研究が現在盛んに行

われている。 

 本研究では主に中性子散乱を用いて鉄系超伝導体の磁

気励起を調べ、超伝導の発現機構を解明することを目指

している。中性子散乱実験には大型単結晶が必須なため、

高品質な大型単結晶の作製も行っている。例えば、作製

が難しいとされるアルカリ金属元素を含有した単結晶の

作製にも我々は成功した。これらの単結晶を用いて中性

子非弾性散乱実験を行うことにより、広い組成範囲にお

いて鉄系超伝導体の磁気励起を観測することに成功した。

これにより、母相から超伝導相及び常磁性相に及ぶ磁気

励起の全体像が明らかとなりつつある。このような系統

的な実験により、超伝導相で観測される磁気励起のギャ

ップエネルギーや、磁気励起のエネルギースケールなど

が超伝導転移温度と相関することが明らかとなった。こ

れらの結果は、磁性と超伝導に強い相関関係があること

を示唆する。現在、超伝導の機構解明に向けてさらなる

研究を進めているところである。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］超伝導、中性子散乱 

 

［研 究 題 目］中性子線補足療法のための革新的ナノ粒

子剤に関する研究 

［研究代表者］榊田 創（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］榊田 創、池原 譲（糖鎖医工学研究セ

ンター）、金 載浩、小口 治久、 

平野 洋一（エネルギー技術研究部門） 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、中性子線捕捉療法で使用する安全な粒子

捕捉剤を生成することを目的とする。透過性の良い中性

子線と反応断面積の大きいボロンの反応の結果生成され

る高エネルギーのヘリウム粒子を使用することで、放射

線治療に伴う正常細胞への障害を減らすことができる。

現在のボロン製剤は、化学的安定性、ボロンの毒性、腫

瘍部への蓄積性の制御の観点において課題が存在する。

そこで、プラズマ技術等を駆使し、ボロンをフラーレン

内に包含させることで毒性を封じ込める技術、更には当

該粒子の糖鎖被覆リポソームへの効率の良い封入法を開

発し、新規ナノ粒子製剤の難治性がんへの治療へと展開

する。 

25年度は、ボロンプラズマ生成実験として、固体ボロ

ンをイオン化・プラズマ化するシステムの設計と装置開

発を行った。また、内包化を行う際に必要とされる低エ

ネルギーイオンの集束化に関して、静電プローブを用い

た計測によりイオンの制御法に関する知見を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ライフサイエンス 

［キーワード］プラズマ、中性子線補足療法、ボロン、

フラーレン、糖鎖リポソーム 

 

［研 究 題 目］超高性能鉛カルコゲナイド系バルク体熱

電材料の創製 

［研究代表者］太田 道広（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］太田 道広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

熱電発電技術を用いることで、産業・民生・運輸分野

において大量に排出されている未利用熱を利用価値の高

い電気エネルギーとして直接回収できる。しかしながら、

熱電発電の核となる熱電変換材料の変換効率は低く、高

効率な新材料の開発が切望されている。そこで、本研究

では、層状構造を持つカルコゲナイドに注目して、原子

配置（結晶）、ナノ、マイクロ、ミリ構造の各階層の形

態を制御（パナスコピック形態制御）することで、熱電

特性の大幅改善と熱電発電モジュールの開発を目指して

いる。 

本研究では、鉛カルコゲナイドPbX層とビスマス・カ

ルコゲナイドBi2X3層から成る層状カルコゲナイド

(PbX)n(Bi2X3)mにおいて、結晶構造の制御を実施した。

二つの層を、折り重なるように積層させたり、ミラー対

称を持つように積層させたり、有限長に断層させたりと、

層形態を変化させることで、熱電変換材料に相応しい低

い熱伝導率を実現した。 

次に、硫化ランタンと硫化クロムの層から成る

(LaS)1.20CrS2において、ナノ構造の制御を実施した。

LaSとCrS2の積み重ねに、ナノレベルで積層欠陥を導入

することに成功した。積層欠陥はキャリアを供給・トラ

ップするために、今後、積層欠陥を調整することで、熱

電特性を向上させるために相応しいキャリア濃度を実現

できる。 

マ イ ク ロ 構 造 制 御 で は 、 (PbX)n(Bi2X3)m と
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(LaS)1.20CrS2の両方で、層状構造を反映させて、それら

焼結体の結晶粒を異方的に成長させることに成功した。

結晶粒界での効果的なフォノン散乱を実現し、熱伝導率

の更なる低減を達成した。 

最後に、ミリ構造制御として、PbTeバルク体熱電変

換材料を用いて、熱電発電モジュールの試作を実施した。

特性評価などの試験から、PbTeバルク体熱電変換材料

との界面抵抗が低い電極材料を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電変換材料、熱電発電、未利用熱エネ

ルギー活用、金属物性・材料 

 

［研 究 題 目］水蒸気を水素・酸素源として利用する重

質炭化水素の軽質化技術の開発 

［研究代表者］麓 恵里（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］麓 恵里（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 カナダのオイルサンドビチュメンや、在来型原油を石

油精製する過程で副生する残油等の重質油は、水素／炭

素比が低く、有用な軽質油へ転換する際、水素の添加が

有効である。しかし水素は高価であるため、本研究では

水蒸気を水素・酸素源として利用する重質油の軽質化技

術開発を実施する。本反応では、酸化鉄を主成分とする

触媒を用い、酸化鉄触媒の格子酸素を介して水蒸気由来

の酸素種と重質炭化水素が反応する酸化分解反応によっ

て、軽質化反応が進行する。このとき同時に水蒸気由来

水素種が生成し、その一部は、重質油に含まれる硫黄化

合物と反応して硫化水素として生成する。残りの水素種

は炭化水素へ添加される可能性が考えられる。そこで、

水蒸気由来水素種の生成物への添加について検討するた

め、重質炭化水素のモデル物質としてドデシルベンゼン

の接触分解を、大気圧、475℃で、重水を用いて行っ

た。その結果、ドデシルベンゼンは分解され、エチルベ

ンゼンやスチレン等のアルキルベンゼン等が生成した。

重水を用いた場合、エチルベンゼンの側鎖に重水素が添

加されることから、芳香族側鎖に水蒸気由来の水素が添

加され、二重結合の生成が抑制される可能性が高いこと

が示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］重質油、酸化鉄触媒、水蒸気 

 
［研 究 題 目］不凍タンパク質の融解抑制機能の発現 

［研究代表者］稲田 孝明（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］稲田 孝明、小山 寿恵 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 不凍タンパク質（AFP）は、平衡融点以下のある温

度領域（FH：freezing hysteresis）で、水溶液中の氷

の成長を完全に抑制する機能を持つ。一方、平衡融点以

上のある温度領域（MH：melting hysteresis）では、

氷の融解を完全に抑制することも知られているが、これ

までに報告されている MH は、FH と比べて1～2桁小

さい。本研究では、本質的な MH は負結晶中（水溶液

が結晶に囲まれた系）でのみ測定可能という仮説のも

と、負結晶中で FH と同オーダーの MH を検出するこ

とを目的としている。平成25年度は、前年度の測定手法

を改善し、MH の検出を試みた。具体的には、単結晶

氷内部に注射針を挿入して真空ポンプで減圧し、温度と

圧力を最適化して結晶を内部から昇華させることで、六

角柱状の負結晶を作成した。さらに負結晶中に AFP 水

溶液を注入して精密な温度制御を行い、水溶液注入後の

結晶融解・成長を測定した。その結果、0.5mg/mL の

III 型 AFP 水溶液（FH ≈ 0.2℃）で、負結晶に注入し

た水溶液中心部の過熱度を0.1℃とした場合でも、c 軸

とは平行でないピラミッド面で融解が停止することを確

認した。これは、当初の検出目標であった FH と同オー

ダーの MH の存在を示唆する結果である。しかし、ま

だ MH の定量的な評価に必要な氷・水界面の温度の特

定には至っておらず、今後はさらに精密な負結晶内外の

温度分布制御を実現し、氷・水界面の温度を特定して

MH を正確に評価することを計画している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］氷結晶、タンパク質、融解 

 
［研 究 題 目］レーザー航跡場とビーム航跡場のハイブ

リッド多段加速による超高エネルギー電

子加速 

［研究代表者］三浦 永祐（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］三浦 永祐、丸山 昂貴 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 プラズマを利用した電子加速であるレーザー航跡場加

速やビーム航跡場加速は、プラズマ波の作り出す高周波

加速器の1000倍にも達する高い加速電場を利用し、超高

エネルギー電子加速を実現する手法として期待されてい

る。本研究では、より小さな装置規模で超高エネルギー

電子加速を実現するため、各々の方式の持つ利点を融合

し、レーザー航跡場加速で得られる電子バンチをビーム

航跡場加速で加速するハイブリッド型のプラズマを利用

した電子加速の新概念を提案し、その原理実証を行うこ

とを目的としている。 

 本手法の実証には、レーザー航跡場加速によってエネ

ルギーの揃った準単色電子バンチを発生し、電子密度の

高い電子バンチを得る必要がある。安定して準単色電子

バンチを得るには、プラズマ中に急峻な密度勾配を形成

し、そこでのプラズマ波の破砕を利用した電子入射制御

を用いる手法が有望である。レーザー航跡場加速を行う

プラズマを生成するガスジェット中にナイフエッジを挿

入し、そこで発生する衝撃波を利用した急峻な密度勾配

を作り出すことを試みた。シャドーグラフ像、シュリー
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レン像により、ガスジェット中に密度勾配が形成されて

いることを観測した。 

 また、ビーム航跡場加速を行うブースター加速段のプ

ラズマを予備的に生成するためのレーザー照射系の設計

を行い、多段加速実験に向けた準備を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］高出力レーザー、プラズマ、量子ビーム、

レーザー航跡場加速、ビーム航跡場加速、

超高エネルギー電子加速 

 

［研 究 題 目］レーザーブレイクダウンしきい値近傍の

パーコレーションモデルによる統一的理

解 

［研究代表者］加藤 進（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］加藤 進、佐々木 明（日本原子力研究

開発機構）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、レーザーブレークダウン（LBD）

に伴う複雑な現象を理解し、制御することである。

LBD はレーザーが強く集光された媒質の光学的または

電気的特性が何らかの原因で変化して起こる絶縁破壊現

象である。このとき、本来透明であった媒質が急激に不

透明になり、そのためにレーザーエネルギーの大部分が

吸収され、強い発光や音を伴いプラズマを生成する。

LBD は、様々なレーザーエネルギー、レーザー波長、

パルス幅のレーザー光に対して見られ、かつ気体、液

体、固体など、様々な密度領域の媒質で起こる普遍的な

現象である。LBD における共通点の一つは、しきい値

の近傍におけるゆらぎが非常に大きいことである。 

 本研究では、LBD におけるゆらぎの原因を媒質にお

ける光吸収、電気伝導、あるいは熱伝導の連結度合いに

あると仮定する。この仮定を用いることによりパーコレ

ーションモデルが適用可能となり、LED が起こるしき

い値の近傍における挙動を理解することを期待してい

る。 

 本年度は、連続光レーザーによる結晶の絶縁破壊にお

ける、しきい値近傍のゆらぎを説明するためのモデルと

して、結晶に存在する励起状態が関与するキネティック

モデルを提案した。そのモデルを用いて、レーザー照射

下における状態変化を決定した。その結果、光学的特性

が基底状態と異なった長寿命励起状態の存在および性質

が重要であることを示した。また、絶縁破壊を説明する

モデルの一つであるパーコレーションモデルを LED に

適用する場合におけるエネルギー輸送の不均一性のモデ

ルについて検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］レーザー、絶縁破壊、光学特性、励起状

態、パーコレーション 

 
［研 究 題 目］無消光で校正不要な定量可視化用感温中

空マイクロカプセルの開発 
［研究代表者］染矢 聡（エネルギー技術研究部門） 
［研究担当者］染矢 聡（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
本研究では、水・油・アルコール等で利用可能な、感

温性中空マイクロカプセルを開発する。カプセル化によ

り機能性分子の回収を容易にして環境負荷低減につなげ

る。溶存物質等による目的外の消光を抑制し、複雑な

in situ 校正を簡易化または省略可能な温度分布の定量

可視化技術に適用可能な中空マイクロカプセルを開発す

ることを目的としている。具体的には、水溶液を分散媒

とした液中乾燥法で発光特性が温度依存性を示す錯体や

蛍光物質を殻材に重合し、粒径0.5～4.0µm の中空マイ

クロカプセルを作成するとともに、作成条件を最適化し

て感温性中空カプセル作成法を確立する。 

 これらの研究目的達成に向けて、平成25年度は、1)感

温性金属錯体を重合した中空マイクロカプセルの開発と

最適化、2)感温性マイクロカプセルの光学特性評価を行

った。 

 1)では、一種類の金属錯体を含むカプセルに加え、複

数の蛍光燐光物質を重合した二波長強度法用のカプセル

作成を行った。水溶液にあまり溶出せず、ジクロロメタ

ンにわずかな相溶性を持つアルコールなど他の溶媒に可

溶なセンサ物質についてもカプセル作成を行った。 

 2)では、感温性、単位時間当たりの発光強度、スペク

トルに特に注目して評価を行った。粒径分布と寿命につ

いても予備調査を行った。 

 1)2)について、三種類の殻材、三種類の励起波長につ

いて作成条件の最適化と光学特性の評価を行った。約

3%/℃の非常に高い感温性を示すものを含め、複数種類

の感温性中空カプセル合成に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  
［キーワード］可視化、マイクロカプセル、蛍光 
 

［研 究 題 目］希土類系高温超伝導多芯細線作製技術の

開発 

［研究代表者］山崎 裕文（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山崎 裕文、山口 巖（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在までに高温超電導長尺線材が市販されるようにな

り、各種応用の研究開発が進められている。しかし、現

在の線材は幅数ミリのテープ形状を有しているため、テ

ープ面に垂直な方向の磁界による交流損失が大きく、変

圧器や発電機の電機子巻線などの交流応用が阻まれてい

る。また、遮蔽電流によって磁界が誘起されるため、

NMR, MRI など精密な磁界精度が必要とされる機器へ

の応用が困難である。本研究では希土類系超電導多芯細

線を作製するための技術開発を行い、交流損失と遮蔽電

流効果を大幅に低減させて高温超電導線材の応用可能性

を飛躍的に向上させることを目的とする。 



研 究 

(680) 

 ニッケル・銅などの FCC 金属に圧延加工を施してテ

ープ形状とし、充分な加工率を確保した上で再結晶熱処

理を行えば立方体集合組織が得られることはよく知られ

ており、希土類系高温超電導線材の作製にも応用されて

いる。本研究では、FCC 金属の加工・再結晶熱処理に

よって立方体集合組織を有する四角細線を作製し、その

上にバッファ層・高温超電導層を蒸着することによって

超電導線材を製作する。ニッケル角線でなかなか立方体

集合組織が得られずに苦労したが、加工方法を洗練させ

るとともに、加工度を上げることにより、4面とも

（200）面が主要面であるニッケル平角線（幅0.5mm、

厚さ0.2mm）を得ることができた。X 線回折の極点図

を測定して面内でも配向していることを確認して、本研

究のブレークスルーとなる点を突破できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］高温超電導、多芯細線、立方体集合組織 

 

［研 究 題 目］フェロアロイを用いた V 系水素貯蔵材

料の創製と貯蔵水素の挙動の解明 

［研究代表者］浅野 耕太（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］浅野 耕太（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

V 系合金は短中期的将来の燃料電池車用水素貯蔵材料

としての利用が有望な材料の1つである。しかし、実用

のためには低コスト化が必要である。本研究では、V の

代わりに安価なフェロバナジウムを使用すべく、V 以外

に含まれる元素（酸素、Al、Fe）が水素吸蔵放出性能

に及ぼす影響を明らかにした。 

金属 V は室温付近において、体心正方構造をもつ1水

素化物相および面心立方構造をもつ2水素化物相を生成

する。平成23年度は、酸素濃度が約4000mass ppm 以上

になると、V の水素吸蔵量が大幅に減少することと、1

水素化物相中の水素の拡散が遅くなることを明らかにし

た。24年度は、その酸素による水素吸蔵量の減少は、本

来純 V の場合には2水素化物相が単相で生成するような

高水素圧力下でも、酸素濃度が高まると2水素化物相の

他に1水素化物相に近い構造の新たな水素化物相の生成

によることを明らかにした。他方、Al を V に添加する

と、1水素化物相中で本来八面体サイトを占有する水素

が四面体サイトにシフトすることが分かった。これによ

り水素の拡散は促進された。25年度は、Fe 添加により2

水素化物相の水素吸蔵量は Al 添加の場合に比べて大き

く減少することが分かった。平衡水素吸蔵圧力の変化は

単純ではなく、Fe 添加量5at.%程度を境に平衡圧力の変

化は上昇から低下に転じた。この変化の機構は現段階で

は明らかでない。他方、Fe 添加により1水素化物相中の

水素の拡散は遅くなることが分かった。 

以上をまとめると、フェロバナジウムに含まれる V
以外の元素の中でも、特に Fe および酸素が水素吸蔵量

を低下させ、水素化物相中の水素の拡散速度を低下させ

ることが分かった。フェロバナジウムは、金属 Al によ

る V 酸化物の還元反応にて精錬されることが一般的で

あるため、Al 量を増やして酸素濃度を低減させ、材料

コストに応じて Fe 量を調整することが、本研究の結果

より提案された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素エネルギー、水素貯蔵材料、固体核

磁気共鳴（NMR）法、フェロアロイ 

 

［研 究 題 目］グラフェン膜の革新的大気圧低温生成法

の開発 

［研究代表者］金 載浩（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］金 載浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、大気圧低温プラズマ CVD 法を用いること

により、グラフェンの大気圧量産の基盤技術を確立する

ことを目的とする。グラフェンは、優れた物性値と化学

的に安定な特性を持っているため次世代のエネルギー材

料として期待されている。それを実現するためは量産技

術の開発が求められている。これまでに、熱 CVD 法お

よび低温プラズマ CVD 法が開発され、工業利用への可

能性が高くなってきた。しかし、従来の CVD 法は高真

空リアクターが必要であり、成膜の大面積化および大量

生産化に限界がある。そこで、これまでの研究成果、マ

イクロ波励起大気圧低温プラズマ技術とカーボンナノ材

料合成技術を駆使して、革新的なグラフェンの大気圧低

温量産技術を開発する。この開発は、生産プロセスの省

エネルギー化、およびグラフェンのエネルギー材料とし

ての工業化に大きく貢献できると期待される。 

 本研究は、上記の目標を達成するため、大気圧低温下

でグラフェン膜合成が可能な新規プラズマ CVD 技術の

開発と、長軸大気圧プラズマ源と基材の連続移動機構を

用いた大面積・連続生産の基礎技術を確立することを目

的し、次の研究計画で進めている。①大気圧低温プラズ

マを用いたグラフェン透明導電膜生成技術の開発、②大

面積・連続成膜技術の開発、③グラフェン膜の透明導電

膜としての実用特性評価。 

 H25年度は、大気圧 CVD 用マイクロ波励起プラズマ

源の開発と、大気圧 CVD 用実験システムの構築と、そ

れを用いたグラフェン合成手法の開発を行った。現在、

これらの実績を用いてプラズマ CVD 特性の解明、大面

積グラフェン膜の合成技術、成膜したグラフェンの実用

特性に関する研究を進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギー材料、グラフェン、大気圧プ

ラズマ CVD 

 

［研 究 題 目］エレクトロスピニング法による Na イオ

ン電池用正極材料のナノ構造制御 
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［研究代表者］細野 英司（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］細野 英司（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 環境・エネルギー問題を解決し、持続的発展可能な社

会を実現するために様々な研究が活発に行われている。

その中で、自動車等運輸部門からの二酸化炭素排出量を

抑制するために、ガソリン等の燃料ではなく、電気エネ

ルギーを用いた電気自動車やプラグインハイブリッド自

動車の開発も重要な位置づけである。高いエネルギー密

度を有する二次電池として Li イオン電池が注目されて

いるが、車載用として用いるためには、更なる高エネル

ギー密度化と高出力化が必要とされる。これまで、Li
イオン電池の高出力化のために、ナノ材料を用いた開発

を行ってきた。これは、ナノ材料を用いることで、界面

反応場の増大に加えて Li イオンの拡散距離を低減でき

ることから、高出力化に適しているためである。Li イ

オン電池の開発が進められる一方で、Li 資源の枯渇や

コストの高騰も問題となってきており、ユビキタス元素

である Na を用いた二次電池の開発も注目を集めている。

本研究では、ナノ構造制御の手法としてエレクトロスピ

ニング法を用い、Na イオン電池正極材料の一次元ナノ

構造体の作製を行った。材料としては、ポリアニオン系

である NASICON 型のナノワイヤーの作製を行い、Na
イオン電池特性を評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］Na イオン電池、正極材料、ナノ構造制

御、エレクトロスピニング 

 
［研 究 題 目］水素吸蔵合金の耐久性向上を目指した水

素吸蔵放出に伴う空孔形成回復メカニズ

ムの解明 
［研究代表者］榊 浩司（エネルギー技術研究部門） 
［研究担当者］榊 浩司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 
 水素吸蔵合金を実用化する際、耐久性は重要な特性の

一つである。これまでの研究で、水素吸蔵に伴って導入

される格子欠陥の蓄積が耐久性を悪化させることが分か

った。そこで、本研究では耐久性を悪化させる格子欠陥

の導入メカニズムを解明し、その知見を基に耐久性向上

の方策を見出すことである。 
実施内容： 
 様々な組成の La(Ni,Cu)5+x 合金を作製し、水素吸蔵

特性の評価を行った。また、放射光 X 線全散乱測定に

より一部の合金について水素化に伴う構造変化について

調べた。 

年度進捗状況： 
 化学量論組成の La(Ni,Cu)5の PCT 曲線では平坦な

プラトーが現れたが、x>0.4の La(Ni,Cu)5+x 合金では

明瞭なプラトーが現れなかった。また、組成ずれの大き

さ x が同じでも、Cu の割合が高い試料ほど PCT 曲線

の傾斜が大きくなった。すなわち、Cu 割合の増加によ

り相変態を起こしにくくなることがわかった。

LaNi4.4Cu 及び LaNi4.6Cu について in-situ での放射光

X 線全散乱測定を行った結果、両合金は水素吸蔵で相変

態を示さなかった。原子位置は水素の占有とともに水素

吸蔵前の位置からのずれが大きくなり、熱振動パラメー

タも大きくなった。また、2体分布関数を解析したとこ

ろ、水素吸蔵前から10Å以下の領域において平均構造モ

デルでは説明できないピークが存在していた。次年度以

降は、もう少し大きな変化が観察できそうな、相変態挙

動が変化する化学組成近傍で実験する予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素貯蔵材料、陽電子消滅、構造解析、

格子欠陥 
 

［研 究 題 目］オペランド軟 X 線吸収／発光分光を用

いた二次電池電極材料の電子状態解析 

［研究代表者］朝倉 大輔（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］朝倉 大輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

高性能リチウムイオン二次電池電極材料の開発には、

既存電極材料の詳細な電子状態解析が重要である。本研

究では、放射光施設における動作下（オペランド）軟 X
線吸収／発光分光技術を確立し、電子論的な観点から新

材料開発の知見を得ることを目的とする。平成25年度は、

燃料電池触媒用の In situ セルをベースに、測定対象と

なる電極活物質と電解液、対極から成るリチウムイオン

二次電池電極材料用の In situ セルの開発を行った。オ

ペランド軟 X 線分光測定は、SPring-8の東京大学ビー

ムライン BL07LSU を利用して実施した。 

In situ セルの開発においては、電解液の漏洩や短絡

が無いこと、電極部分が高真空槽と電解液槽の隔壁とし

ても機能すること、この電極材料に対して十分高い S/N
比で分光測定が可能なことを確認した。まず、開放端電

位で分光測定を実施し、続いて、充放電を伴うオペラン

ド軟 X 線発光分光測定を行った。これと同時に充放電

シーケンスの最適化を進めた。インターカレーション系

の電極材料に対して、充放電前後で発光スペクトルが可

逆的に変化すること、即ち、電極材料中の遷移金属元素

の可逆的な酸化還元反応を見出した。発光分光測定を行

った各電位間でのサイクリックボルタモグラムは、通常

の電池セルと同等の形状を示し、本システムにおいても

正しく充放電を行えていることが明らかになった。発光

スペクトルに対して、多重項計算を用いた詳細な解析を

進めた結果、遷移金属－配位子間の電荷移動効果が強い

ことが明らかになり、サイクル特性向上の鍵となる原子

間の結合に関わる情報を得ることが出来た。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］二次電池電極材料、放射光分光、電子状
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態解析 

 

［研 究 題 目］電力系統の特性を詳細に模擬した新しい

エネルギーシステムモデルの開発 

［研究代表者］益田 泰輔（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］益田 泰輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、風力発電や太陽光発電などの再生可能エ

ネルギー電源が大量に導入され、それに伴う新しい電力

系統技術である、再生可能エネルギー電源の出力予測技

術、蓄電池などの系統安定化技術、スマートメーターを

用いた需要側制御技術などが利用される将来の電力系統

の特性を詳細に模擬した新しいエネルギーシステムモデ

ルを開発することを目的としている。モデルは利用実績

の高いエネルギーシステム分析モデル MARKAL
（Market Allocation）の機能を拡張することで設計し、

新しいモデルを用いてシナリオ分析を行う。平成24年度

は、MARKAL の多時間帯化に取り組み、発電機の変化

率および調整力を考慮することで電力系統の需給制御を

模擬し、平日・休日・特異日（低負荷日または高負荷

日）を考慮して1日24時間断面（1断面＝1時間）での分

析が可能なモデルを作成した。 

平成25年度は、，モデルを改良し、，電気自動車による

電力需要制御も考慮できるようモデルを拡張した。改良

モデルを用いたシナリオ分析も行い、，電気自動車によ

る電力需要制御と、，電力系統の電源構成および電気自

動車自身の普及の関係について評価した。また、，モデ

ルの多地域化にも取り組み、，複数地域の電力系統を模

擬できるようなモデルを作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］電力工学、再生可能エネルギー、地球温

暖化排出ガス削減、蓄電デバイス、エネ

ルギー全般 

 

［研 究 題 目］インドにおける医薬品及び薬剤耐性菌環

境汚染調査 

［研究代表者］山下 信義（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］山下 信義、谷保 佐知、山﨑 絵理子

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2013年5月と2014年1月に、マニパル、コーチン、ハイ

デラバード、チェンナイを中心に現地調査を行い、特に

高濃度汚染が懸念されるチェンナイにおいて、河川水・

底質試料を採取した。これらの一部について分析した結

果、内分泌火かウラン物質のビスフェノール濃度が依然

として高く、インド特有の化学汚染の存在が確認された。

上記に加えて、採集した水試料について、26種の金属元

素の定量を行った。 

 また、今年度は多量の医薬品を含むと予想される病院

排水が下水処理水におよぼす影響を明らかにすることを

目的として調査を行い、サンプル中の抗菌剤濃度を測定

するとともに、大腸菌の分離収集と薬剤感受性試験を含

む性状解析を行った。その結果、下水処理中の抗菌剤濃

度は病院排水を受け入れている STP で高値を示した。

各種抗菌剤に対する耐性菌分布率は生活排水のみ受け入

れている STP と比較して、病院排水を受け入れている

STP で有意に高いことが示された。病院排水中に含ま

れる高濃度の抗菌剤が下水処理中の大腸菌に影響を及ぼ

すことを示唆する成績と考えられた。 

 さらに、STP 環境における処理段階に応じた生物学

的活性を解明するために、排水抽出物をラットの初代培

養肝細胞に感作させ、主要な2種の薬物代謝酵素の発現

状態を解析した。病院の排水のみを受け入れている

STP ではそれ以外の STP に比較して排出口では AhR
活性（SYP1A1発現）、PXR 活性（SYP3A11発現）の双

方が高かった。このデータは病院排水を受け入れている

STP においては薬剤による影響が大きく、その影響は

排水処理によって減弱しないことを示唆している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］薬剤耐性菌、医薬品汚染、インド 

 

［研 究 題 目］海洋化学トレーサの組み合せによる南大

洋における人為起源二酸化炭素吸収量の

見積り 

［研究代表者］山下 信義（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］山下 信義、谷保 佐知、山﨑 絵理子

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題の目的は、南極大陸をとりまく南大洋にお

ける、人為（化石燃料）起源二酸化炭素（CO2）の吸収

能力をより正確に評価することである。海洋における人

為起源 CO2吸収量は大気中 CO2濃度の上昇にともなう

地球温暖化予測に必要不可欠な情報であるが、限られた

観測データによるその見積りには大きな不確かさが含ま

れる。特に広範な南大洋における吸収能力はその重要性

が指摘されつつも、これまでに得られている解析結果間

の差異は大きい。本課題では、溶存無機 CO2濃度増加

から直接人為起源 CO2増加量を求めるだけでなく、海

洋化学トレーサと呼ばれる炭素14、セシウム137、フロ

ンガス、人工フッ素化合物を同時に測定することで、南

大洋における人為起源 CO2増加量の見積りの確度を上

げ、同海域におけるその吸収能を評価することを目的と

する。 

（独）海洋研究開発機構の「みらい」航海 MR13-06

航海（H25年9-10月）に参画し、本研究に用いる海水試

料採取、船上でのデータ取得をほぼ予定通りに実行する

ことができた。特に PFASs の外洋海水分析法の信頼性

を向上させるために従来使用されている WAX カートリ

ッジの最適化実験を行う事で PFASs の外洋海水分析に

特化した分析法を開発する事に成功した。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］気候変動、海洋科学、地球化学、地球変

動予測、環境分析 

 

［研 究 題 目］氷で制御されたナノ－マイクロ空間の分

析化学 

［研究代表者］半田 友衣子（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］半田 友衣子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 究極の環境調和物質である水が形成する氷が創りだす

特徴的な構造と性質を利用して、他の物質ではなし得な

い計測と低環境負荷な物質分離、センシング、好感度計

測を行うことを目的とする。その1つとして、ハイドレ

ートを利用するガスクロマトグラフィーの構築を目指し

ている。25年度は、まず装置の設計に取り組んだ。ハイ

ドレートクロマトグラフィーを確立するための大きな課

題は、大きな表面積を得ることである。粒子を小さくす

ることでカラム内表面積を大きくすることができるが、

氷同士の凝結が起こってしまうため、数百µm の粒子が

適当であると考えた。その場合、系全体を大きくして表

面積を確保する必要がある。そこで、直径1cm×長さ

100cm のガラスカラムにガス配管をつなげ、汎用ガス

クロマトグラフ装置の TCD 検出器と接続した装置を作

成した。今後、平衡ガス圧の違いを利用するガス分離を

行うことを視野に入れて、ガス圧を制御できるようにマ

スフローメータを取り付けた。分離を試みる前に、測定

が可能かどうかを確認するために、純水を凍結させた氷

をカラムに充填して窒素をガスを流し、Ar 等の希ガス

をサンプルとして導入した。温度を一定に保つことがで

きるように、ガラスカラムには冷却用のジャケットがつ

いているが、冷媒の循環に問題があり、カラム内の氷が

溶解してしまうことがわかった。来年度はまず、温度制

御の問題を解決する。また、TCD 検出器では感度が低

いため、FID 検出器に変更する必要があることがわか

った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ハイドレート、クロマトグラフィー、ガ

ス分離 

 

［研 究 題 目］選鉱・製錬技術を用いた2次電池からの

レアメタルの分離と回収 

［研究代表者］古屋 仲茂樹 

［研究担当者］古屋 仲茂樹、藤木 由美子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

リチウムイオン電池やニッケル水素電池はEVやHEV
のような自動車に用いられる2次電池である。金属資源

はエネルギー資源とは異なり、使用後も製品の形として

残っている。レアメタル資源の偏在性や資源ナショナリ

ズムのために日本ではレアメタルの確保を強く求められ

ている。本研究では選鉱技術を駆使して2次電池からレ

アメタルをリサイクルするプロセスを開発することを目

的とする。本研究は関西大学環境都市工学部芝田隼次教

授（研究代表者）との共同研究であり、当所が粉砕・物

理選別工程を、関西大学が湿式処理によるレアメタル回

収工程をそれぞれ担当している。 

本年度は、研究対象の2次電池として使用済みニッケ

ル水素電池を取り上げ、電池を焼成して安全に粉砕処理

できるようにした後に、異なる作用力を持つ粉砕機を使

って粉砕挙動を調べ、焼成条件と焼成温度による粉砕・

分級後の粒度分布の違いと各粒度区分の電池成分の組成

の違いを明らかにした。また、ニッケル水素電池の主要

な構成部品である鉄ケース、パンチングメタル（鉄板）、

ニッケル板などの板状の物質を良好に粉砕し、電極材料

粉体である水酸化ニッケルや水素吸蔵合金の剥離を可能

とする粉砕機を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リサイクル、二次電池、レアメタル、粉

砕、分離、回収 

 

［研 究 題 目］Molecular-Net Sieving の提案と超薄膜

分離膜の創製 

［研究代表者］伊藤 賢志（計測標準研究部門） 

［研究担当者］伊藤 賢志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 分離困難な各種気体および液体分離プロセスの省エネ

化の可能性を探るため、ナノメートルスケール構造を制

御したアモルファスシリカネットワークを成長させるこ

とでシリカ分離膜を形成し、その構造を評価する。本年

度は、多孔質薄膜中の陽電子の消滅プロセスを調べると

ともに、フロー型高感度吸着法を適用して開放細孔解析

を試みた。多孔質構造を制御するための成膜条件を最適

化した正ケイ酸エチルとヘキサメチルジシロキサンによ

る有機シリカ複合薄膜の低速陽電子消滅ガンマ線ドップ

ラー測定を行い、550℃焼鈍に伴う細孔周辺の化学構造

変化による陽電子パラメータ変化を観測できた。また、

焼鈍試料の水及びメタノールの吸着等温線を測定し、そ

の結果を陽電子寿命と対応づけることができた。今後は

低速陽電子消滅法とフロー型高感度吸着法のその場同時

測定を試み、両手法の特徴を組み合わせた、新規細孔計

測技術の開発をすすめる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子消滅、空孔、分離膜 

 

［研 究 題 目］材料オントロジーの拡張と国際化による

材料データ交換手法の確立 

［研究代表者］芦野 俊宏（東洋大学） 

［研究担当者］山下 雄一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 
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 材料科学に関する各種の概念、物性、材料名、プロセ

スなどの関係を記述した一種の辞書といえる標準的なオ

ントロジーを確立し、国際的な枠組みで進んでいるオン

トロジー整備の動きに参画してゆくとともに、単なる概

念辞書を越えた材料科学の知識表現へと拡張することを

目標とする。 

研究計画： 

 産総研分散型熱物性データベースをモデルデータとし

て基礎的な材料オントロジーを確立し、さらにその拡張

について検討する。特に式データの表現についての国際

的な材料データ交換手法確立における課題などを洗い出

す。 

年度進捗状況： 

 過去2年間の取り組みでは、OpenMath 形式による式

辞書と係数 RDF データによる数式のデータ化、Haas-
Fisher 式による熱力学データのフィッティングデータ

作成、Web ブラウザおける本提案形式を活用した数式

表現が可能であることが確認された。 

 本年度は、産総研分散型熱物性データベースのデータ

ベーススキーマを拡張し、本研究で作成した式辞書デー

タ、係数 RDF データを収録可能とした。過去に作成し

た数式データをデータベースに収録するとともに、本提

案形式の数式データを基にした数式表示を実現する機能

を分散型熱物性データベースの Web 版閲覧システムに

実装した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱物性データベース、材料データ、熱力

学データ、RDF、OpenMATH、オント

ロジー 

 

［研 究 題 目］スペクトラム拡散法を用いた曲流路探傷

式高精度超音波流量計測システムの開発 

［研究代表者］古市 紀之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］古市 紀之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 曲流路後流の探傷式高精度流量計測システムの開発に

あたり、超音波センサの最適設置方法、スペクトル拡散

法を用いた新しい信号処理およびフェイズドアレイ流速

分布計測システム（フェイズド UVP）について検討す

る。スペクトラム拡散法を用いた新しい信号処理では、

超音波センサの特性やエコー信号の相関処理による影響

から、本手法で用いるパルス波は、従来使用してきたト

ーンバースト波とは音場分布が異ることが考えられるた

め、自動3次元音場測定装置を用いて、16波トーンバー

スト、線形 FM 方式、13bits バーカー符号および16bits
ゴレイ符号等による圧電素子駆動した際に発信される音

場計測を行い、有効音波圧力や SN 比の変化などを実験

的に調べる。また、流量測定実験のための測定部を製作

し、測定線積分法を確立するための水平流路を用いた実

験を行うとともに、フェイズド UVP システムを構築し、

フェイズド UVP の計測精度を調べる。今年度はハイパ

ワートーンバースト超音波送受信器の納品が遅れたもの

の、自動3次元音場測定装置の構築を早期に行っていた

ため、16波トーンバースト、線形 FM 方式、13bits バ

ーカー符号および16bits ゴレイ符号等による圧電素子駆

動音場計測は順調に行えた。複測定線計測における

FFT 解析することによって最小センサ数を決定する、

新しい解析手法を考案した。また、フェイズドアレイ流

速分布計測システムを構築した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］探傷式高精度流量計測システム、流量、

スペクトラム拡散法 

 

［研 究 題 目］光コムによる環境自己補正型の精密長さ

計測エコ技術の開発 

［研究代表者］稲場 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、精密産業の基盤である高精度長さ計測に

おいて、主要な誤差要因である空気屈折率の環境変動を、

多波長光における空気屈折率の波長分散関係を用いるこ

とで、高精度かつリアルタイムに補正するための基礎技

術を開発する。これにより、特に従来補正不可能だった

湿度を含むトータルな環境要件を大幅に緩和し、科学・

産業の省エネルギー化に寄与することを目指す。 

 本年度は、エルビウム添加光ファイバを用いたモード

同期レーザによる光コムの作成に協力した。これにより、

干渉縞制御に必要な光コムの間隔周波数の広範囲な粗調

と、高精度な微調手法が開発できた。共振器の偏波条件

を調整することにより、全ての可変領域において安定な

モード同期を実現する領域を見つけることができた。コ

ムの間隔とオフセット周波数について、ルビジウム発振

器を周波数基準として同期・制御した。制御の電気系の

改良により、長期安定な制御を実現した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光周波数コム、空気屈折率、干渉計測 

 

［研 究 題 目］新粒子成長過程における大気エアロゾル

粒径別化学組成の追跡分級計測システム

の開発 

［研究代表者］竹川 暢之（東京大学 先端科学技術研

究センター） 

［研究担当者］桜井 博（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 エアロゾルは直接・間接効果によって気候変動に大き

な影響を与える。新粒子生成は、雲凝結核（CCN）数

濃度を変化させる要因として重要である。そのメカニズ

ム解明のためには、新粒子から CCN への成長過程で鍵

となるエイトケンモードのエアロゾル粒子（粒径10-100 

nm）に着目し、従来行われてきた数濃度粒径分布の計
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測に加え、化学組成や混合状態を同時に実時間計測する

ことが必要である。本研究では、エアロゾル数濃度粒径

分布計測装置や粒子質量分析計等を駆使することにより、

新粒子成長過程における粒径・混合状態別の化学組成

（硫酸塩、硝酸塩、有機炭素）を計測するシステムの開

発に取り組む。H25年度は、粒子質量分析計について、

その感度を向上させるための改造を行うとともに、エア

ロゾル粒子の化学組成分析を粒径別・混合状態別に行う

上で用いる、電気移動度式および遠心静電式の粒子分級

装置について、実験用粒子を用いた分級性能試験を実施

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］エアロゾル、新粒子生成、粒径分布、化

学組成、粒径別分析 

 
［研 究 題 目］非 DNA に対する放射線損傷に伴う生物

影響の検討 

［研究代表者］藤井 紳一郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤井 紳一郎、加藤 大（バイオメディ

カル研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 リボ核酸（Ribonucleic acid, RNA）の一種であるア

デノシン三リン酸（Adenosine triphosphate, ATP）は、

生体エネルギー供与物質として多様な生化学反応へエネ

ルギーを供与している。さらに ATP は、遺伝情報の仲

介物質であるメッセンジャーRNA を合成するための基

質でもあるため、遺伝子情報の正確な発現にも重要な働

きをしている。そのため、ATP の塩基部位に生じる僅

かな分子変異が、この RNA 合成にも深く関わり、突然

変異や発がんの原因となる可能性がある。本研究では、

非 DNA 性の核酸生体分子である RNA 分子が、放射線

によって損傷した場合の生体影響を多角的に解析し、ど

のような生物学的効果を示すかを in vitro および in 
vivo 実験で検証することが目的である。本課題では、

DNA 以外の分子が損傷を受けた場合に引き起こす生物

効果を指標として ATP の生化学機能を網羅的に解析す

る。 

 本年度はγ線を照射したときに ATP 分子に生じる分

子構造変化を各種測定結果から予測した。特に、段階的

にγ線照射した ATP 試料について、液体クロマトグラ

フ質量分析装置（LC/MS）を用いた測定および、ナノ

カーボン電極を用いた LC-電気化学検出法を用いて測

定を行った。γ線の照射量に応じた変化としては、加水

分解によるリン酸基の脱離が原因と考えられる ATP 量

の減少が見られた。また、質量分析結果からリン酸基の

加水分解以外の分子変化を示唆する結果を得た。加えて、

電気化学検出においては、5 Gy のγ線を照射した ATP
試料のみ分子種を同定できない未知ピークが観測され、

質量分析同様の分子変化が観測された。電気化学的反応

によって検出されたことから、ATP のアデニン環構造

の破壊が起きている可能性は低く、不飽和二重結合への

水酸基の付加反応や、アミノ基の酸化反応が進行してい

ることが推察される。これらの分析結果と研究チーム内

の生物学的効果評価担当者との測定結果を併せて、ATP
分子に対するγ線や X 線などの照射によって生じる分

子変化と生物効果の関係についてその影響依存性を見出

すことができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］非 DNA、RNA、放射線損傷 

 

［研 究 題 目］放射光軟 X 線を用いて誘発した ATP の

分子変異の誘発による生物効果の制御 

［研究代表者］藤井 紳一郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤井 紳一郎、加藤 大（バイオメディ

カル研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 アデノシン三リン酸（ATP）は生体内で最も一般的か

つ重要な分子の一つであるが、この ATP に量子ビーム

を用いて特異的な分子変異を導入し、様々な生物効果を

制御することが本研究の目標である。量子ビーム科学に

おいて化学反応を制御することは、最重要課題の一つで

あるが、中でも生体における生物効果について、生体分

子を介した制御が可能であれば、生物学的な生体機能の

解明だけではなく、医薬、創薬分野における分子を用い

た薬剤的応用にも繋がる重要なテーマである。本研究で

は、ATP の物理化学的特性について分析化学的見地か

ら解析を進め、特異的な分子変異について定量的な評価

を行う。得られた化学的特性と、生物学的活性評価を行

う研究担当者らが得た知見とを研究グループ内で比較検

証することによって、ATP の分子変異による生物効果

の制御性を検証する。本研究では、放射光軟 X 線を量

子ビームとして用い、放射光軟 X 線の持つ元素選択性

を利用して、照射 ATP による RNA 合成や放射線バイ

スタンダー効果などの生物効果を制御する手法を確立す

ることにより、細胞の放射線感受性を制御することを目

的とする。 

 本年度は軟 X 線照射 ATP については軟 X 線照射時に

得られる軟 X 線吸収スペクトルの変化について検討を

行い、照射によって、ATP 分子の糖部位の C-O 結合切

断が効率よく起こることが明らかとなった。また、他の

放射線照射実験として、γ線を ATP 分子に照射し、液

体クロマトグラフ（LC）を用いて分子種ごとに分離し、

紫外吸収（UV）および電気化学検出を行うことで、そ

の分子変異について測定を行った。主に見られるのは、

リン酸基の加水分解による ATP 量の減少であるが、ア

デニン塩基の変異と考えられる分子種未同定のピークも

確認された。260 nm 程度に UV 吸収を有することと、

電気化学検出の結果から、アデニン環の開裂よりも、水

酸基付加やアミノ基の酸化などの分子修飾が有力な変異

反応と推察される。 
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［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ATP、軟 X 線、分子変異 

 

［研 究 題 目］検査機関の信頼性確保に関する研究 

［研究代表者］小島 幸一（一般財団法人食品薬品安全

センター） 

［研究担当者］鎗田 孝、大竹 貴光（計測標準研究部

門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 残留農薬に関わる食品の安全性を確保するために、検

査機関を対象とした外部精度管理調査が行われている。

本研究では、同調査の更なる信頼性向上を目的として、

同位体希釈質量分析法（IDMS）を用いた調査試料の精

確分析を検討した。 

 これまでに使用された外部精度管理調査試料の基材を

用いて、IDMS の精確さを評価した。その結果、対象

とする農薬によっては、分析試料由来の夾雑成分のため

に、IDMS の分析値が偏ることを示した。また、その

対策として、マトリックスマッチングを施した校正標準

液の使用が有効であることも示した。 

 次に、平成25年度外部精度管理調査試料の試験試料

（とうもろこしペースト）を分析した。分析対象農薬で

あるフェニトロチオンとクロルピリホスの両方について、

IDMS による分析値は、調査試料の調製における添加

濃度と良好に一致した。また、分析値の不確かさは、参

加機関間の標準偏差に対して、25 %以下と充分小さか

った。以上より、IDMS は外部精度管理調査試料中の

対象農薬の精確分析に有効であると考えられた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］残留農薬分析、農薬、技能試験、外部精

度管理調査、同位体希釈質量分析法、マ

トリックス効果 

 

［研 究 題 目］ハイドレート技術を用いた農工融合によ

る低炭素社会の実現に関する研究 

［研究代表者］竹谷 敏（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］竹谷 敏、山本 佳孝（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 低炭素社会では、地球温暖化の主因である二酸化炭素

（CO2）の排出量を吸収量より少ない産業生活システム

を目指すが、今後は CO2回収貯留など供給側の抜本的

な対策が実施されない限りこれらのバランスの維持が難

しい。工業圏から発生する CO2を分離回収し、そこで

生成する CO2ハイドレートにより、CO2並びに冷熱を農

業圏のハウスや植物工場に供給し利用する農工融合型環

境負荷低減システムの実現は、CO2処理の観点から、非

常に有効であると考えられる。本研究においては、CO2

並びに冷熱を農業圏のハウスや植物工場に供給するため

のシステムの構築と、回収貯留された CO2量の解析手

法の確立を目指している。 

 今年度は、高圧 CO2処理を施した植物中において、

組織中の水分がどの程度の割合で CO2ハイドレートへ

と変化するかについて、低温粉末 X 線回折測定による

定量的な評価と、低温型位相コントラスト X 線 CT 測

定による定性的な評価を試みた。従来の一般的な可視化、

定量評価手法である核磁気共鳴画像法（MRI）では、

氷と不透水の共存状態での評価のみ可能であった。本研

究により植物組織中の CO2ハイドレートと氷の定量評

価が初めて可能となった。高圧 CO2処理方法や、温度

圧力条件にともなう CO2ハイドレートへの変化率など、

今後の調査への指針が得られた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］X 線構造解析、位相コントラスト X 線

イメージング、包接化合物、ガス貯蔵 

 

［研 究 題 目］分子性結晶三ヨウ化ホウ素と四ヨウ化ス

ズの高圧力下の構造物性研究 

［研究代表者］藤久 裕司 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］藤久 裕司、浜谷 望 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 四ヨウ化スズ SnI4は常温常圧で立方晶構造（CP-I）
を組んだ分子性結晶である。室温7GPa では構造未知の

CP-II へ、15GPa から30GPa でアモルファスへ、

61GPa では CP-III（fcc 構造）へと相転移することが知

られている。CP-III では分子が壊れ、Sn と I が区別な

く混ざった置換型固容体となっている。アモルファス中

においても異なる配位数を持つ Am-I と Am-II が存在

する。さらに高温高圧下では結晶相 CP-IV、CP-V の存

在が報告されている。四面体型の SnI4分子の形状がそ

れぞれの相の中でどう変化してゆくのかはまだ謎が多く、

とても興味深い。この多彩な構造変化を探るべく、今回

DFT 計算による分子動力学（MD）シミュレーション

を試みた。 

 DFT 計算には Accelrys 社の Materials Studio 
CASTEP を使用した。汎関数には GGA-PBEsol を、擬

ポテンシャルには Ultrasoft 型を用いた。MD における

圧力コントロールには格子の自由な変形が可能な

Parrinello-Rahman scheme を用いた。CP-I を初期構

造とした比較的圧力の低い5GPa 以下の MD では約500 

K まで CP-I が安定であった。しかし7GPa 以上におい

ては400K でアモルファス化が起きた。このとき Sn の

配位数は6以上になり、分子の四面体構造は失われた。

アモルファス化のきっかけは圧力による Sn の配位数の

上昇がカギとなっていると推察された。その配位数は30, 

60, 80GPa ではそれぞれ8, 10, 12配位というふうに圧

力と共に連続的に上昇した。60GPa 以上300K 付近にお

いては Sn, I 原子が fcc 構造整列してゆく様子が見られ

た。この結果は常行らの報告とよく一致している。各種
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圧力点における MD の結果、6GPa から10GPa の圧力

領域では Sn は6配位を好むことが分かった。6GPa, 
300K での MD では新たな結晶状態が出現した。その特

徴は Sn が6配位で、隣の Sn とは2個のヨウ素を共有し

ながらチェーン状につながっていることである。この構

造モデルから計算される粉末 X 線回折パターンは、CP-
II の実測のそれと似ているため、CP-II の構造モデルの

最有力候補となった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］分子性結晶、結晶構造、相転移、高圧、

DFT 計算、分子動力学計算、X 線回折 

 
［研 究 題 目］マイクロリアクター内のソノケミストリ

ーとソノルミネッセンスに関する研究 

［研究代表者］辻内 亨（計測フロンティア研究部門） 
［研究担当者］辻内 亨（計測フロンティア研究部門） 

（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 超音波により激しく膨張収縮するキャビテーション気

泡からのラジカル、酸化剤を用いた化学は、ソノケミス

トリーと呼ばれ、薬剤の添加なしに化学反応を起こすこ

とができる。本研究では、液体への強力超音波照射によ

る種々の化学効果を、マイクロリアクター内で生じさせ

ることを目的とする。微小領域におけるキャビテーショ

ン気泡の導入は、液体の混合や攪拌、ポンプ機能のみな

らず圧壊時の水の解離により生成される酸化剤を基にし

た化学反応が期待できる。そこで超音波キャビテーショ

ン気泡由来の酸化剤の生成と計測を、ヨウ化カリウム酸

化に基づく吸光度測定、ルミノール音響化学発光測定等

により行う。 

 平成25年度は、異なる溶存空気濃度、異なる投入パワ

ーの超音波照射下でルミノール水溶液からの音響化学発

光の強度を、一次元のマイクロ流路と、マイクロ流路の

両端にある三次元アダプター部分のそれぞれについて計

測し、一次元と三次元での反応効率の比較を行うととも

に、そのメカニズムについて検討した。その結果、常圧

下で調製した空気過飽和の溶液を用いることにより、加

圧下の一次元微小空間でのソノケミカル反応を三次元空

間と比べて高効率化できることがわかった。この一次元

空間が高効率をもたらす理由について、一次元空間の場

合、反応に有効なキャビテーション気泡を含む体積が、

単位体積あたりの比較において、三次元空間より多く含

まれているためと考察した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超音波、マイクロリアクター、キャビテ

ーション気泡、超音波化学反応、音響化

学発光 

 

［研 究 題 目］新奇な圧力誘起水素－炭素間相互作用の

制御とその機構解明 

［研究代表者］藤久 裕司 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］藤久 裕司、中山 敦子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 グラファイトは、低温で水素の物理吸着を生じるが、

電荷移動相互作用を必要とする水素-グラファイト層間

化合物の生成は難しいとされていた。しかし近年、石動

らはグラファイト構造をもつメソカーボンマイクロビー

ズ（MCMBs）の水素雰囲気下におけるX線回折、ラマ

ン散乱実験を行い、1GPa以下で水素吸蔵を起こすこと

を報告した。X線回折パターンから推察されたモデルに

は大別して2種類ある。一つ目のモデルはグラファイト

のスタッキングが水素吸蔵に伴いABからAAに変化した

ものである。二つ目のモデルは水素分子が2，3層おきに

挿入されたステージング構造である。水素吸蔵に伴う回

折パターンの変化がわずかであるので、実験のみでは構

造モデルを絞り込むことは難しい。そこで我々は2種類

のモデルが合理的であるかどうかDFT計算により検証を

行うことにした。 

 X線回折パターンの解析にはAccelrys社のMaterials 
Studio（MS）REFLEXを使用した。DFT計算にはMS 
CASTEPを使用した。汎関数にはGGA-PBE、分散力補

正にはTkatchenko-Scheffler scheme、擬ポテンシャル

にはUltrasoft型を用いた。実験で提唱された一つ目の

モデルを検証するため、実験で得られた2GPaにおける

層間距離に固定されたABスタッキングとAAスタッキン

グした層間に水素分子を置いたモデルを作り、それぞれ

の原子にどのぐらい力がかかっているか計算してみた。

前者では水素の真下にある炭素原子に強い反発力が発生

し、後者では芳香環の穴に水素が入ることで反発力が緩

和された。その結果ABスタッキングよりもAAスタッキ

ングの方がエンタルピーは低くなった。それでもc軸方

向にかかるストレスは前者で18GPa、後者で16GPaであ

り、どちらも実験値2GPaとは大きくかけ離れていた。

逆に言うと2GPaで水素が入っているならば層間距離は

もっと広がらなくてはならないことになる。二つ目のス

テージングモデルについては、格子定数を実験で得られ

た値に固定し、内部構造に問題がないか検証を行った。

原子位置の最適化を行ったところ、水素が挿入されてい

ない層間距離と挿入された距離にはかなりの差が発生し

た。結果として過去の二つのモデルとも実験と計算はコ

ンシステントにはならなかった。今後別のモデルの考案

が必要であろう。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］グラファイト、結晶構造、相転移、高圧、

水素吸蔵、DFT 計算、分子動力学計算 

 
［研 究 題 目］側枝血管の確実な血流維持を可能とする

脳動脈治療用カバーステント開発におけ
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る孔設計 

［研究代表者］中山 敦好（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中山 敦好、大嶋 真紀 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 脳動脈瘤塞栓を目的とするカバードステントの開発に

おいて、新規高分子カバー材料の研究を行う。柔軟で強

度を持つ生分解性材料として、ポリ乳酸をベースとした

血管内圧に負けない強度を持つエラストマー様の材料を

開発する。以前報告したカプロラクトンベースのもので

は、応力0.1MPa で1500%以上伸びるような材料が実現

できたが、ポリ乳酸では主鎖が剛直なためそこまでの性

能は発揮できない。そこで強度確保のためポリ乳酸ジオ

ールの構造と分子量の最適化を検討した。ポリ乳酸ジオ

ール調製のためのソルボルシス用ジオールとして各種

PEG や PPG を検討し、また、柔軟性の向上ためにト

リメチロールプロパンやグリセリン構造を導入し多分岐

化を行った。PEG でジオール化し、グリセリン分岐を

持つウレタンウレアで5MPa 以下の応力で200%以上の

伸びを実現した。リン酸緩衝液（pH 7.0）中での60℃

での非酵素的加水分解試験では乳酸系ウレタンでは250

日で70%以上と、ほぼポリ乳酸と同程度の分解性を示し、

ウレア化では加水分解が抑制されるが、それでも40%以

上の加水分解性を示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］生分解性ウレタン、ウレタンウレア、生

分解性ナイロン、ポリ乳酸、ステント 

 

［研 究 題 目］聴覚音声支援のための聴知覚特性の解明

と信号処理開発 

［研究代表者］中川 誠司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中川 誠司、籠宮 隆之 

（常勤職員1名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

 高度高齢化社会で不可欠となる効果的な聴覚音声支援

の基盤整備を目標として、健聴者／難聴者の聴知覚特性

の比較、末梢系難聴模擬システムの構築、難聴者にとっ

て聞きやすい音声処理技術の高度化に取り組んでいる。

2013年度は難聴者の知覚特性や神経生理メカニズムの解

明、および当方で開発した骨導超音波補聴器の適用可能

性の目的として、心理物理計測や脳磁界計測に取り組ん

だ。 

 重度難聴者を対象として時間変動への追随性（時間分

解能）を調べた。時間変調度伝達関数（Temporal 
modulation transfer function: TMTF）計測の結果、重

度難聴者であっても骨導超音波補聴器を利用することで、

聴覚健常者と遜色のない時間分解能を有すること、人工

内耳に比べて遙かに高い時間分解能を有することがわか

った。また、脳磁界計測を用いて、刺激音の持続時間の

弁別状態を表すミスマッチ反応を計測したところ、聴覚

健常者と同程度の反応振幅を得ることができた。 

 これらの結果は、最重度難聴者における骨導超音波の

聞こえが聴覚健常者にも遜色ない時間分解能を有するこ

と、時間分解能という点では骨導超音波補聴器が人工内

耳を遙かに凌ぐことを示している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］聴覚音声支援、聴覚障害、補聴器、時間

分解能 

 

［研 究 題 目］ソルボサーマル合成による新規アルミノ

シリケートの創出・制御と触媒応用に関

する研究 

［研究代表者］池田 拓史（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］池田 拓史、日吉 範人、長瀬 多加子、

阿部 千枝（常勤職員3名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

本研究では、ゼオライト結晶を前駆体に用いるソルボ

サーマル反応により、新規ナノポーラスアルミノシリケ

ート及び骨格置換メタロシリケートを創製し、構造・物

性評価及び触媒応用研究を行う。平成25年度は、ソルボ

サーマル反応を用いて独自に得た合成–LIT 型アルミノ

シリケートゼオライトについて、様々なイオン交換能と

それに付随した結晶構造変化の関係を調べた。その結果、 
–LIT 型構造は、細孔内のゲスト物質により二種類の構

造をとることが分かった。特に細孔内への K+イオンの

導入と、骨格内にある相対するシラノール基の間での水

素結合が形成の有無が構造変化の重要因子であることが

分かった。またこの構造変化は可逆的であることも判明

した。これらの結果は、–LIT 型ゼオライトがサイズや

価数、極性等の特性が異なるイオン・分子について、既

存ゼオライトとは異なる選択性を持ったイオン交換材に

なり得ることを示唆している。 
また新規物質探索研究として、結晶性層状ケイ酸塩

RUB-18とアルミニウムイソプロポキシド、KOH を原

料に用いてソルボサーマル反応させたところ、従来には

ない高 Al 含有である層状化合物 Al-K-LDS の合成に成

功した。これを詳しく分析すると KHSi2O5と等構造の

層状ケイ酸塩結晶（K-LDS）を母体に持ち、その周り

を酸化アルミニウムがアモルファス状に取り巻いた複合

構造をしていることが分かった。Si/Al は約6程度と従

来の Al 金属導入型層状ケイ酸塩に比べ5～10倍ほど高

かった。この Al-K-LDS 粉末結晶にカチオン性界面活

性剤（C16TMA および C22TMA）を加え、加熱反応およ

び焼成を行ったところ、二種類の細孔径の異なる（3.5, 

4.9 nm）泡状の細孔構造を有するメソ多孔体を得た。

組成分析から、Si/Al=2～3程度と更に高 Al 含有比とな

っていることが判明した。Al 原子の分布は結晶全体に

渡ってかなり均一であった。この2つのメソポーラスア

ルミノシリケートはどちらも高いガス吸着能を有し、親
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水性が高く、既存メソポーラスシリカの欠点である耐水

性についても優れていた。さらにリゾチーム吸着を試し

たところ非常に高い吸着能を示した。これらの基礎物性

から、得られたメソ多孔体は近年注目されている固定化

酵素反応やドラッグデリバリーシステムに用いる酵素固

定化材料として、高い素質を持つことが明らかとなった。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ゼオライト合成、ソルボサーマル反応、

精密構造物性、メソポーラス化合物 

 
［研 究 題 目］木材資源（セルロース）から高分子原料

を製造するための触媒反応技術の開発 

［研究代表者］三村 直樹（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］三村 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 バイオマス原料に特有の元素組成、分子構造などを生

かすことにより、石油化学では合成が困難な機能性化合

物を効率的に製造する手法の開発を行う。具体的には、

セルロースを高分子の原料に変換して使用するために必

要な触媒反応技術を研究する。開拓する反応経路は木材

資源中のセルロースを原料として、グルコース、ヒドロ

キシメチルフルフラール(（HMF)）を経由してフラン

ジカルボン酸(（FDCA)）に至るルートであり、この反

応を、「水だけを溶媒にする」「有害な金属成分を触媒に

使用しない」という2つの条件を満たしたグリーンなワ

ンポットまたはワンパス反応として実現する。 

【研究計画】 

 25年度は、「グルコースから HMF の製造」では、ハ

イドロキシアパタイト(（HAP)）をベースとした触媒

を開発し、水だけを溶媒に用いた反応を実現させるため

に必要な高温・高圧などの条件検討を行う。「HMF の

酸化によるフランジカルボン酸の製造」では、HMF 酸

化に適した Au-Pd ナノ粒子触媒を開発する。翌年度以

降、難易度の高いセルロースを用い、異性化、脱水、酸

化と異なる触媒反応をワンポットまたはワンパスで行う

ための触媒を開発し、反応条件の最適化を行う。そして、

「木粉などの実際のバイオマス原料の使用」による高分

子原料の合成を実現する。 

【25年度の進捗状況】 

 初年度である25年度は、反応経路上の中間物質である

グルコース原料からの HMF 製造に効果的なリン酸カル

シウム触媒を見出した。温度、反応時間、触媒量の最適

化を行うことで、HMF 収率44％%を達成している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、セルロース変換、触媒反応 

 

［研 究 題 目］一細胞ゲノム解析へ向けた高性能 DNA
増幅マイクロチップの開発 

［研究代表者］松浦 俊一（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］松浦 俊一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、規則性細孔を有するシリカ系ナノ空孔材

料（メソポーラスシリカ）と DNA 合成酵素を複合化す

ることにより、ナノ空孔を反応場とした選択的かつ高感

度の DNA 増幅システムを構築することを目的としてい

る。また、酵素固定化マイクロチップによるハイスルー

プットな DNA 増幅を目指し、最終的には、難培養性微

生物の遺伝子解析を実現するために、一細胞レベルのゲ

ノム DNA からの DNA 増幅法の開拓を試みるものであ

る。 

 本年度は、メソポーラスシリカと耐熱性 DNA 合成

酵素の複合材料を用いた環状の長鎖 DNA を対象とした

増幅反応を実施し、標的塩基配列の長さに応じた最適な

メソポーラスシリカの粒子形態と細孔径が明らかになっ

た。また、酵素複合体の洗浄工程において DNA 夾雑物

を反応系外に排除することによって、標的 DNA の選択

的な増幅が可能になり、更に、従来技術では増幅が困難

であった極微量 DNA の高感度の増幅に成功した。 

 本年度は更に、DNA 合成酵素－メソポーラスシリ

カ複合体をガラス製流路に実装した流通式マイクロチッ

プを作製し、コイヘルペスウイルスのゲノムＤＮＡ

DNA の増幅反応に適用した。その結果、遊離の DNA
合成酵素と比較して、固定化酵素では副反応を抑制しな

がら DNA 増幅活性を増大できるという新たな効果に関

する知見を得た。また、酵素複合体の繰り返し使用の実

行可能性が示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナノ空孔材料、DNA 合成酵素、マイク

ロチップ、DNA 増幅 

 

［研 究 題 目］セルロースから化学品への直接合成を実

現する環境調和型触媒反応システムの構

築 

［研究代表者］山口 有朋（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］山口 有朋、村松 なつみ 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 循環型社会構築のために枯渇性資源ではなく再生可能

な資源を原料として利用する研究が進められている。特

に、非可食性バイオマスのセルロースから有用物質に変

換する反応が研究されている。本研究では、非可食性バ

イオマス資源であるセルロースを直接イソソルビド（高

分子添加剤や医薬品原料）に変換する担持金属触媒およ

び反応システムの開発を行う。この研究により硫酸など

の強酸を使用せず、水素化分解反応・脱水反応を水溶媒

中にてワンポットで進行させる新しい環境調和型化学を
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開拓できる。現行の技術でセルロースから複数の反応ス

テップを経ることでイソソルビドへ変換可能であり、ま

た、最終ステップとなるソルビトールの脱水反応による

イソソルビドの生成は、硫酸を用いることにより進行す

ることが報告されている。しかし、反応後に中和・中和

により生成する塩の分離・生成物の精製と煩雑な過程が

必要である。 

 セルロースの水素化分解反応・ソルビトールの脱水反

応を水溶媒中にてワンポットで進行させるのに高活性な

担持金属触媒および固体酸の組み合わせの探索を行った。

担持金属触媒としてルテニウム金属、固体酸としてイオ

ン交換樹脂を用いることにより高効率でセルロールから

イソソルビドへの変換が可能であることを明らかにした。

本反応プロセスでは、反応後の中和操作が不要であり、

非可食性バイオマスのセルロースから有用化学物質であ

るイソソルビドへと一段階で変換可能となった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］セルロース利用、担持金属触媒、高温水

反応場 

 
［研 究 題 目］ppb レベルのナノ薄膜試験紙、実用化の

ための基盤技術の深化と環境試料による

評価 

［研究代表者］和久井 喜人（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］和久井 喜人（常勤職員1名）。 

［研 究 内 容］ 

本研究は、長岡技術科学大学が代表となって実施して

いる科研費研究を分担して実施した。本研究では、量産、

高精度、汎用性に優れた1) 有機ナノ粒子作製技術の確

立、2) 比色試薬ナノ粒子の反応性におけるサイズ効果

の検証、3) ナノ薄膜への浸透および反応性制御を基盤

技術として深化させ、さらに分離の難しいイオンに対す

る4) 妨害除去技術の確立および5) ppb レベルの化学

状態分析を行い、環境試料の実測を通して、ポテンシャ

ルを評価することを目標とする。平成25年度は(（2-エ

チルヘキシル)）ジチオカルバメート銀錯体を担持した

グラスファイバーフィルターを用い、水中の微量ヒ素を

水素化物として揮発させて接触させることによる目視検

出法を開発した。本技術では特殊な分析装置を用いるこ

となく、リン酸を含む多くのイオンの干渉を受けずに5 

ppb の感度でヒ素の検出を実現した。淡黄色の発色膜は

水素化ヒ素の接触で10分以内に迅速に赤紫色へと明瞭な

変色を示し、その変色は6時間以上安定に保たれること

を確認した。また発色膜の空気中での安定性を向上させ

るための添加剤の評価を実施すると共に、より大きな色

変化を得るには適切な厚みと通気性を有するフィルター

担体の選択が必要であることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ヒ素、(（2-エチルヘキシル)）ジチオカ

ルバメート銀錯体、目視分析、簡易計測、

水素化物 

 

［研 究 題 目］イオン液体中に形成される特異な溶媒和

構造と自由エネルギー描像 

［研究代表者］金久保 光央（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］金久保 光央（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 イオン液体は、従来溶媒にない特異的な性質を示し、

反応溶媒や電解質、分離精製場として期待されている。

イオン液体の特異的な性質を解明するためには、その特

徴的な溶媒和現象を理解することが重要となる。本研究

では、X 線や中性子回折などの実験的手法と分子シミュ

レーションとを融合した構造解析法により、イオン液体

中の溶媒和構造を決定する。特にイオン液体に溶解した

二酸化炭素に焦点を絞り、二酸化炭素がイオン液体中で

どのような溶媒和構造で吸収されているかを明らかとす

る。さらに、分子シミュレーションに基づく溶媒和エネ

ルギー評価を行い、構造とエネルギーの両面 
からイオン液体に特異的な溶媒和構造を解明することを

目的とする。 
具体的には、イミダゾリウム系イオン液体を対象とし、

種々の陰イオンに変化させたイオン液体について X 線

回折実験を行った。X 線回折実験は SPring-8の高エネ

ルギー線源を用いて、高庄条件下で二酸化炭素を吸収さ

せたイオン液体を試料とした。併せて、分子シミュレー

ションを用いて個々の原子相関を求め、高エネルギーX
線回折実験で決定された動径分布関数の帰属を行い、溶

媒和構造に関する知見を得た。二酸化炭素がイオン液体

の構成イオンによって空間的にどのように溶媒和される

かがより定量的に示された。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］イオン液体、二酸化炭素、分離精製、溶

媒和構造 

 

［研 究 題 目］ナノ空隙の吸着サイト改質とミクロ界面

すべり制御による木材の超塑性加工法の

開発 

［研究代表者］三木 恒久 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］三木 恒久、関 雅子、重松 一典、 

金山 公三（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、木材の超塑性挙動に着目し、ナノ～マイ

クロレベルでの微細構造変化の観点から変形メカニズム

を解明するとともに、木材の超塑性現象を利用した変形

加工技術の開発を目指す。具体的には、木材の非結晶領

域に多く分布するナノ空隙と吸着サイトを把握・制御し

て、種々の界面状態を変化させ、木材に超塑性的変形を
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生じさせる。また、吸着サイトや吸着剤のナノ表面処理

によって、変形と同時に寸法安定性や強度、難燃性能を

付与することを目的とする。以下に平成25年度得られた

成果を示す。 

① ナノ空隙の把握と制御：木材中に存在する空隙半径

10nm 以下での空隙がすべり変形の起点になっている

ことを考慮して、種々の高分子の導入を図った。その

結果、水系溶媒においてポリエチレングリコール換算

で分子量20000の一部まで導入可能であり、木材細胞

壁物性に影響を与えることが熱分析などにより明らか

になった。 

② 吸着サイトの把握と制御：これまで実施してきた水

溶媒を用いた熱硬化性樹脂の吸着サイトへの導入以外

に、予め吸着サイトを疎水化することによって、疎水

性樹脂の導入を図れることを確認し、細胞壁内吸着サ

イトへのポリメタクリル酸メチル（PMMA）の重合

に成功した。 

③ 界面すべりの制御：PMMA、メラミン樹脂、アル

コール溶性フェノール樹脂、ウレタン樹脂などを導入

した木材の熱軟化特性、ならびに円柱圧縮試験による

すべり（流動）特性を評価した。走査プローブ顕微鏡

によって細胞実質と細胞間層の物性値に変化があるこ

とが確認された。これらの軟化挙動、すべり現象（降

伏挙動）、組織構造における物性値の差を総合的に検

討することによって、木材で生じる超塑性的変形挙動

の発生について細胞間層が大きな影響を示しているこ

とがわかった。特に、PMMA 樹脂では大幅に流動抵

抗が低下することがわかった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］木材、超塑性、複合高分子、界面処理、

吸着、塑性加工 

 
［研 究 題 目］異周速圧延法によるチタン板材の集合組

織制御と高性能化 
［研究代表者］黄 新ショウ 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］黄 新ショウ（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 異なる不純物濃度を持つ JIS1種、2種と3種の純 Ti に
対して、500℃～700℃の圧延温度で、等速圧延と異周速

圧延（異周速比：1.36）を行い、不純物濃度が材料組織

と成形性に与える影響を調査した。EBSD 解析の結果、

圧延まま材では、純 Ti の純度の低下に伴い、等速圧延

材と異周速圧延材は両方とも板幅方向への c 軸の傾斜角

度が減少し、c 軸が圧延面の垂直方向に近づくことがわ

かった。これは底面すべりの活発化によるものと考えら

れる。また、異周速圧延を用いたせん断歪みの導入によ

り、いずれの種類の純 Ti でも、c 軸が相対的に圧延面

の垂直方向にシフトした。結果として、JIS2種と3種の

純 Ti では面内異方性の小さい底面集合組織を得ること

ができた。焼鈍を経ると、板幅方向に c 軸傾斜を示す通

常の集合組織に戻る傾向があるが、異周速圧延材は等速

圧延材に比べ、板幅方向への c 軸の傾斜角度が比較的に

小さく、より弱い面内異方性を示した。純度の低下に従

って、等速圧延材の室温エリクセン値は JIS1種、2種、

3種の順で15.2、13.2と9.1と低下した。一方、異周速圧

延材はすべての種類の純 Ti において室温エリクセン値

は向上し、JIS1種、2種、3種はそれぞれ16.6、15.2と

9.6の室温エリクセン値を示した。すなわち、せん断歪

み導入により、比較的高強度な JIS2種の張出し成形性

を軟質な JIS1種と同等まで向上させることができた。

これは異周速圧延材の集合組織の面内異方性が相対的に

弱いためと推測される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］純チタン、圧延、集合組織、成形性 

 
［研 究 題 目］VO2マイクロフレーク創製と熱応答型表

面熱伝達制御素子の開発 
［研究代表者］垣内田 洋 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］垣内田 洋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 二酸化バナジウム（VO2）は、70℃付近で半導体－金

属相転移し、これにより光学的あるいは熱的特性が、室

温近傍で、温度とともに可逆的に変わる特徴をもつ。本

研究では、VO2にメゾスケール（ここではサブミクロン

～サブミリメートルで定義）の薄片（フレーク）形状を

持たせ、熱に応答して変化するユニークな熱・光学的機

能を見出した。これは、表面での熱伝達や放射・反射を、

気温変化に応じて自律的に制御できる技術として期待さ

れる。 

平成25年度は、VO2マイクロフレークの成膜技術と作

製素子の汎用性の向上を目標に研究を進めた。これまで、

成膜が比較的行い易いサファイア基板を用いていたが、

これを汎用性が高いが成膜条件が厳しいガラス基板に代

え、改めて最適な成膜条件を探索した。この VO2フレ

ーク膜の実用的な応用を考えると、コスト的・技術的に、

ガラス基板で安定成膜することは有意義である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］二酸化バナジウム、サーモクロミズム、

表面熱伝達、放射率、自己組織化 

 
［研 究 題 目］有機複合体材料への3次元微細構造形成

に基づく感温型デバイスの光制御機能開

発 
［研究代表者］垣内田 洋 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］垣内田 洋、吉村 和記 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
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 本年度（最終年度）は、液晶および高分子の周期相分

離の技術を向上させ、サブ～数ミクロンサイズの液晶凝

集滴を特定の配向秩序を持たせて分散した、ユニークな

光学異方性メゾスケール複合構造を形成した。この作製

には、ワンステップ（一回のみの）ホログラフィック露

光という単純なプロセスを用い、本露光による不均一重

合で誘起される液晶分子の自己組織的な配向秩序化を利

用している。そのため、大面積化や低コスト化といった

観点で、応用に向けたハードルが低いという利点がある。

今回、露光条件や材料組成を様々に変えることで、材料

種を置き変えることなく、種々のタイプの熱応答型およ

び偏光選択性を組み合わせた光波制御素子を作り分けら

れることを見出した。ワンステップホログラフィック露

光を用いた本技術は拡張性が高く、材料の組合せにより、

様々なメゾ相分離・配向秩序構造を発現できると見込ま

れ、従来にない感温型・偏光選択型の光波制御素子の開

発に繋がると期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］感温型光制御素子、高分子分散液晶、光

学異方性、Bragg 回折、ネマティック－

等方相転移、ホログラフィック構造、光

重合誘起相分離、配向秩序、自己組織化 

 

［研 究 題 目］第一原理計算を利用した CNT/金属異相

界面の破壊メカニズムの解明 

［研究代表者］湯浅 元仁 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］湯浅 元仁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 多層カーボンナノチューブ（CNT）を金属、樹脂、

セラミックス等に分散したナノ複合材料は、軽量性と機

能性（放熱性・触媒性等）を兼備した次世代の軽量構

造・機能材料として注目を集め、リチウムイオン電池電

極補強材、高比強度を必要とする構造部材への実用化が

始まりつつある。一方で CNT ナノ複合材料においては

CNT と母相間における異相界面で界面剥離が起こり、

CNT ナノ複合材料の機械的特性の劣化の一因となって

いる。本研究開発では、第一原理計算による電子状態解

析を利用し、CNT/金属基ナノ複合材料の異相界面強度

及び異相界面の破壊メカニズムを解明し、高い信頼性を

有する CNT/金属基ナノ複合材料を作製するための設計

指針を構築することを目標とする。また、第一原理計算

と並行して、電解析出法（めっき法）を用いて CNT ナ

ノ複合材料を作製し、その機械的性質を測定することに

より、異相界面破壊モデルの妥当性を評価する。 

 平成25年度は24年度に作成した CNT/金属（ニッケル

（Ni）、銅（Cu）、白金（Pt））異相界面モデルに対し、

引張変形・せん断変形を加え、その破壊のしやすさ・変

形のしやすさを評価した。CNT/Ni モデルが最も破壊し

にくく、変形しにくい、すなわち強度が高いことが示唆

された。しかしながら、引張変形で破壊する界面におけ

る電子密度、変形の際のせん断面における電子密度は他

のモデルに比べて特別高いわけではなかった。その一方

で本シミュレーションにおける CNT/Ni の界面に生じ

るミスフィットは15%で最も高い。これらのことから、

CNT/Ni 異相界面に生じる界面ミスフィットが、異相界

面における機械的性質に大きな影響を及ぼすことが示唆

された。また、CNT/Ni、CNT/Cu、CNT/Pt ナノ複合

材料をめっき法により作製し、その機械的性質を硬さ試

験 を 用 い て 評 価 し た 。 そ の 結 果 、 硬 さ は

CNT/Ni>CNT/Cu>CNT>Pt の順であることがわかった。

この結果は、第一原理計算を用いたせん断試験の結果と

定性的にではあるが一致する。以上のことから、少なく

とも本研究で扱った CNT/金属異相界面においては、そ

の異相界面形成に起因する界面ミスフィットが、機械的

性質に大きな影響を及ぼすことを見出した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］第一原理計算、ナノ複合材料、機械的性

質 

 

［研 究 題 目］生物規範階層ダイナミクス 
［研究代表者］穂積 篤 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］穂積 篤（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、生物のサブセルラー・サイズ構造の階層性

に起因する動的特性（表面特性・界面特性・内部構造特

性）を材料科学・分子科学の視点から解明し、生物の多

様な機能（昆虫の足の可逆的接着性、カタツムリや蓮の

葉のセルフクリーニング現象、自己増幅・自己複製修復

機能、等）を規範として、新しいエレクトロニクス実装

技術（可逆的接合、セルフアライメント技術、防汚／防

錆性付与による長寿命化、微細結線）等を開発すること

を目標としている。研究担当者は、特に、表面（動的な

ぬれ性）制御による防汚／防錆性付与と、それによる材

料の長寿命化を担当する。 

 平成25年度までの進捗状況は以下の通りである。当初

の研究計画に従い、防汚／防錆性に優れた有機／無機ハ

イブリッド皮膜の作製手法の確立を目指し研究を実施し

た。 

 無機酸化物の原料として、ジルコニウムのアルコキシ

ド、枝状構造（炭素数18）を持ったカルボン酸を用いて

透明な前駆溶液を調製した。当該溶液をガラス基板上に

スピンコートし、加熱処理することで透明性に優れた有

機／無機ハイブリッド皮膜を作製することに成功した。

このハイブリッド皮膜表面はアルカン（油）に対し、優

れた滑落性を示す他、温度応答性、高い皮膜硬度、指紋

付着抑制能を示すことが明らかとなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］刺激応答、汎用元素、はっ水／はつ油処
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理、防汚／防錆性 

 

［研 究 題 目］生物規範階層ダイナミクス 

［研究代表者］浦田 千尋 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］浦田 千尋（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、生物のサブセルラー・サイズ構造の階層性

に起因する動的特性（表面特性・界面特性・内部構造特

性）を材料科学・分子科学の視点から解明し、生物の多

様な機能（昆虫の足の可逆的接着性、カタツムリや蓮の

葉のセルフクリーニング現象、自己増幅・自己複製修復

機能、等）を規範として、新しいエレクトロニクス実装

技術（可逆的接合、セルフアライメント技術、防汚／防

錆性付与による長寿命化、微細結線）等を開発すること

を目標としている。研究担当者は、上記コンセプトのも

と、ゾル-ゲル法を用いて、はつ液性、防錆性に優れた

ハイブリッドコーティングの開発を行っている。 

 平成25年度は、ハイブリッドコーティングの機能発現

（はつ液）メカニズムを調査するため、その最表面（固

体／気体および固体／液体 界面）分析を和周波分光法

により実施した。 

 和周波分光法を用いることで、ハイブリッド表面のア

ルキル鎖は、周囲の環境に合わせて、その配座を変化さ

せていることが分かった。ハイブリッド表面と親和性の

高い（極性の小さい）液滴（アルカン等）がハイブリッ

ド表面に存在すると、アルキル鎖の配座に秩序性が向上

し、親和性の低い（極性の大い）液滴（水等）はアルキ

ル鎖の秩序性を低下することがわかった。このような配

座の変化により、極性の低い液体ほどはつ液されやすい

ことが明らかとなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］刺激応答、汎用元素、はっ水／はつ油処

理、防汚／防錆性 

 

［研 究 題 目］インプラント治療における iPS 細胞を

用いた再生骨の長期安全性に関する研究 

［研究代表者］渡津 章 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］渡津 章、園田 勉、寺岡 啓 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 チタン、及びチタン合金は歯根、関節等の加重部位を

補綴するインプラントの材料として利用されているが、

その表面における骨形成過程（オッセオインテグレーシ

ョン）は詳細に観察されていない。これはチタンが不透

明であること、及び埋入したままの薄切標本化が困難で

あることに由来する。そこで本課題においては、切りや

すい透明材料、例えばプラスチック上に形成した透明チ

タン薄膜を評価用チタンインプラント表面として作製し、

当該表面を各種評価に運用するための指針を作成するこ

とを目的とする。平成25年度は各種膜厚のチタン薄膜を

細胞培養ディッシュ内側底面に形成し、それらが示す透

光性を UV-Vis 測定により評価した。膜厚は膜形成時間

により制御した。準備したチタン薄膜の可視光透過率は、

膜形成時間の増加とともに指数関数的に減少した。一方、

吸収プロファイルに関して、膜形成時間による特異的な

吸収の出現・減少が認められなかった。従って、生化学

的観察、例えば細胞の蛍光観察が要求する透光性確保の

ためにチタン膜形成時間を今回実験範囲で最短としても

観察結果に変化はないと考えられた（輝度は除く）。ま

た、膜形成時間が膜厚と比例することを経験的前提とす

るならば、今回測定の吸収プロファイルをもって、計測

の難しいチタン膜厚に代わる指標とする可能性が示唆さ

れた 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］透明チタン、インプラント、生化学実験 

 

［研 究 題 目］希塩酸を用いる白金の低環境負荷型溶解

プロセスの開発 

［研究代表者］粕谷 亮 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］粕谷 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 白金族金属（PGM）の回収における溶解プロセスで

は、王水や塩素ガスを通気した塩酸等の強力な酸化剤を

含む酸が用いられている。しかし、PGM に対して有効

な酸化剤は腐食性、有毒性が非常に高いという問題があ

った。本研究では、より安全性の高い PGM 溶解プロセ

スを開発するため、PGM を複合酸化物へと変化させた

後に低濃度の塩酸に溶解させる手法を検討した。これま

での研究から、白金含有複合酸化物は白金粉末とアルカ

リ金属塩の混合物を空気中、600から800℃で加熱すると

いう簡便な方法で合成できることを見出している。本研

究では、アルカリ金属塩として炭酸リチウム、および炭

酸ナトリウムを用いて Li2PtO3, Na2PtO3および（Na, 
Li)2PtO3の3種類の複合酸化物を合成し、溶解試験に供

した。 

 複合酸化物の溶解試験に用いる塩酸は、濃度10%（約

3mol/L に相当）以下の場合に劇物取締法の対象から外

れ、溶解プロセスでの使用だけでなく、薬品の運搬や保

管等、管理上の安全性も高いという利点がある。また、

複合酸化物中の PGM イオンは塩酸溶解後に塩化物イオ

ンと錯イオンを形成するため、塩酸に塩化物を加えて塩

化物イオン濃度を増大させることで複合酸化物の溶解速

度を向上できる可能性がある。以上のことから、溶解試

験では濃度10%の希塩酸を用い、塩化物の添加効果を検

討した。その結果、飽和量の塩化カルシウムを希塩酸に

添加することで、白金含有複合酸化物からの白金溶出速

度が大幅に増大したことがわかった。特に Li2PtO3を用
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いた場合では、80℃で溶解処理を行うことにより、白金

をほぼ完全に溶解させることに成功した。溶解処理後に

得た溶液試料を紫外－可視吸収分光法により評価したと

ころ、塩化カルシウム添加の有無によらず、複合酸化物

は白金と塩化物イオンの錯イオンを形成、溶解したこと

が示唆された。溶液中に存在する錯イオンは王水溶解等

の従来プロセスで生じるものと同じであったため、

PGM 溶解後の分離精製には、溶媒抽出法などの既存プ

ロセスが適用可能と考えられる。本プロセスでは劇物指

定となる濃度よりも低濃度の塩酸を用いて白金を溶解で

きるため、王水等を用いる従来の溶解プロセスよりも安

全性を大幅に向上できる。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］白金族金属、アルカリ金属、複合酸化物、

リサイクル 
 

［研 究 題 目］非線形固有値解法の先端アルゴリズム開

発と実アプリケーションへの応用 

［研究代表者］池上 努（情報技術研究部門） 

［研究担当者］池上 努（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 計算機シミュレーションは、物理現象を微視的なレベ

ルで計算機上に再現し、そこから得られる膨大な数値情

報から大局的な特徴量を抜き出す手法である。計算機シ

ミュレーショでは、物理モデルの数値表現として行列が

普遍的に用いられており、様々な物理的特徴量はしばし

ば行列の固有値として現れる。計算機性能の飛躍的な向

上を背景に、物理モデルの精緻化が進み、それに伴って

行列次元は増大してきた。このような大次元行列の固有

値を最新の並列計算機上で効率良く計算する手法として、

我々はブロック櫻井・杉浦法の開発を進めており、特に

最近はその非線形固有値問題への拡張に取り組んでいる。 

 本研究では、まず非線形固有値問題に対するブロック

櫻井・杉浦法の理論的基盤を整備し、その適用限界を明

かにした上で、汎用ライブラリの構築を目指す。次いで

従来非線形反復法で対処してきた問題の中から非線形固

有値問題に再構成可能なものを発掘し、本手法を適用す

ることで、計算機シミュレーションのアルゴリズムレベ

ルでの高効率化を実現する。 

 3年計画の1年目となる平成25年度は、多項式行列型の

非線形固有値問題について、従来の線形化手法と本手法

との理論的関連を明らかにし、特に縮重系における本手

法の挙動を明らかにした。またブロック櫻井・杉浦法の

汎用ライブラリとして開発した Bloss をベースに、その

非線形固有値問題への拡張を実施した。  

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］非線形固有値問題、高性能計算 

 
［研 究 題 目］リサイクル可能な新規均一系金属錯体触

媒の開発 

［研究代表者］藤田 賢一 
（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］藤田 賢一、清水 友陽 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、デンドリマー固定化含窒素複素環カルベ

ン－金錯体を合成し、これを用いてプロパルギルアミン

を用いた2-オキサゾリジノン合成を行い、新規固定化触

媒の有効性を検証した。 

 イミダゾールとポリ（ベンジルエーテル）型のデンド

ロンより、デンドリマー固定化イミダゾリウム塩を合成

した。このものを酸化銀（I）と反応させた後、クロロ

（ジメチルスルフィド）金（I）を加え撹拌することに

より、デンドリマー固定化含窒素複素環カルベン–金錯

体を合成した。このものはシリカゲルカラムクロマトグ

ラフィーにより単離精製が可能であり、収率よく得られ

た。 
 そこでデンドリマー固定化含窒素複素環カルベン－金

錯体を触媒として用い、プロパルギルアミンを用いた2-

オキサゾリジノン合成を試みたところ、メタノール溶媒

中室温で、触媒として第１世代のデンドリマー固定化含

窒素複素環カルベン–金錯体を用いた場合、低収率なが

ら2-オキサゾリジノンが得られた。また触媒のデンドリ

マーの世代に関わらず、反応温度を上げることにより、

収率は向上し、さらに第1世代の触媒よりも第2世代の触

媒を用いることにより、良好な収率で2-オキサゾリジノ

ンが得られ、均一系触媒であるデンドリマー固定化触媒

の優位性が示された。 
［分 野 名］環境・エネルギー   
［キーワード］触媒、錯体、デンドリマー 
 
［研 究 題 目］温度に応じて金属錯体を着脱する固定化

触媒の開発 

［研究代表者］小野澤 俊也 

（触媒化学融合研究センター） 

［研究担当者］小野澤 俊也、楊 立群、関 真希 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

金属錯体触媒の担体への吸着と溶媒中への溶出を温度

変化によって制御することで、均一系触媒と同等の性能

（活性・選択性）を有し、かつリサイクル可能な触媒の

開発を目的に研究を行っている。平成25年度は、昨年度

までのポリマー鎖長や担体に関する検討結果をもとに、

まずは金属を有さない触媒を用いた実際の触媒反応にお

いて触媒の性能評価を試みた。具体的には、触媒活性部

位となるクラウンエーテル骨格にポリマーをつけた化合

物を合成し、これを極性の有機基で修飾されたシリカ表

面に吸着して触媒とした。この触媒を有機溶媒に入れ、

20℃および100℃における溶媒中の UV 吸収を測定する

ことで溶媒中に存在するクラウンエーテル誘導体の定量
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を行った。その結果、クラウンエーテル誘導体は20℃で

はほとんど溶媒中には存在せず担体上に吸着されており、

100℃では溶媒中に半分程度溶出していることが確認さ

れた。このクラウンエーテル誘導体の触媒を用いて、ハ

ロゲン交換反応を試みた。触媒を用いない場合、ほとん

ど反応が進行しないのに対し、本触媒を用いた場合良好

な収率で生成物が得られることがわかった。また、反応

終了後、室温で濾過操作を行うことにより触媒が回収さ

れ、回収された触媒を用いた次の反応でも、最初の反応

と同程度の収率で生成物が得られた。このことから、濾

過による触媒リサイクルが可能であることが確認できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］遷移金属錯体、触媒設計、触媒リサイク

ル 

 

［研 究 題 目］高圧環境下における応力分布センサの開

発 

［研究代表者］寺澤 佑仁（生産計測技術研究センタ

ー）  

［研究担当者］寺澤 佑仁、徐 超男、川崎 悦子、 

古澤 フクミ、久保 正義、末成 幸二、

藤原 理賀（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］  

 現在、社会インフラに使用される構造材料の破壊原因

の7割以上は、応力集中によるものとされており、応力

集中の可視化は国内外における緊急の課題となってい

る。一般的な応力測定用ひずみゲージとして、抵抗線

ひずみゲージ、半導体ひずみゲージ、光ファイバーひ

ずみセンサなどが開発されているが、現在までに、高

圧水素ガス環境下で安定的に使用できる応力測定用ひ

ずみゲージは開発されていない。高圧水素ガス環境下

における対象物のひずみ・応力分布を全視野的に可視

化することができれば、対象物の健全性評価や設計に

とって極めて有益な知見となることから、来るべき水

素社会を見据え、リアルタイムな応力分布の可視化に

対し産業界からの強いニーズがある。 

 本研究では、高圧環境下における応力分布および、疲

労き裂の進展挙動の可視化をすると共に、大きく分け

て「(1) 水素暴露試験（～100 MPa）による応力発光

特性の検討」、「(2) 圧力容器に応力発光センサを実装

し、疲労サイクル試験」の実施の2点について詳細な検

討を行った。 

 その結果、(1)については水素曝露試験後においても

センサ材料の劣化は見られず、十分な目標値を達成し

た。また、(2)圧力容器のサイクル試験では、これまで

に測定が不可能であった高圧環境下における応力分布

（応力集中）を可視化することに成功した。 

 今後は、高圧容器や高圧設備の健全性を評価するシス

テムの構築を進める予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］応力発光、センサ、高圧環境、応力分布 

 

［研 究 題 目］青年期アスペルガー症候群の社会的認知

と社会不適応状況のテキストマイニング

分析 

［研究代表者］池田 望 

（札幌医科大学 保健医療学部） 

［研究担当者］大山 恭史（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

年度進捗状況： 

 青年期以降に社会への不適応が顕在化し、アスペルガ

ー症候群（AS）と診断される事例では、定型発達者中

心の環境で孤立、自信喪失などに苦しみ、うつ病などの

二次障害を抱える人が多い。 

 本研究では、上記 AS 当事者の協力を得て、不適応状

況の体験を口述してもらい、この音声を書き起こしたト

ランスクリプト（課題に関係する部分を抽出したテキス

トデータ）に、各形態素間の相互関係を統計分析するテ

キストマイニング分析を適応する。これによりコミュニ

ケーションや社会状況等の質的現象から成る不適応状況

を、客観的な構造で表出し、AS 当事者に有益な知見を

提出することを研究目的とする。 

 初年度は、口述体験にテキストマイニング分析を適用

するために必要となるキーワードカテゴリセットの構築

を行った。いくつかの試験用トランスクリプトを分析し、

このセットでトランスクリプト内容の特徴を抽出できる

ことが明らかとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］テキストマイニング、社会不適応、認知

科学、発達障害 

 
［研 究 題 目］トランスクリプトームとエネルギー代謝

から紐解くマングローブの生態ニッチ決

定機構 
［研究代表者］渡辺 信（琉球大学 熱帯生物圏研究セ

ンター） 

［研究担当者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
本研究は、マングローブ林の構成樹種が、獲得したエ

ネルギーをどのような使途に消費しているのかを、トラ

ンスクリプトームとエネルギー代謝を探求することによ

り、マングローブ生態系成立の仕組みを解明しようとす

るものである。具体的には次世代 DNA シークエンサー

を用いて樹種毎の遺伝子発現プロファイルを作成し、デ

ータベースを構築するほか、異なる光強度と湛水ストレ

ス及び高塩類濃度ストレス条件下での樹種毎のエネルギ

ー代謝の違いをトランスクリプトーム解析と各種生理実

験により明らかにする。特に、エネルギー供給の根幹で
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あるカルビン回路から解糖系に至る代謝経路、エネルギ

ー充填効率、湛水ストレスに関連する生理的反応につい

て着目し、イオン輸送体や植物ホルモン受容体などの挙

動を中心に明らかにする。今年度はマングローブ林構成

樹種の一つであるオヒルギを人工環境下で定期的に湛水

ストレスに曝し、時間を追って RNA を取得して次世代

DNA シークエンシングを行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、下ノム、マングローブ、発現制御、

遺伝子、生態系 
 

［研 究 題 目］マツノマダラカミキリのゲノム上に存

在する共生細菌由来遺伝子群の機能解析 

［研究代表者］相川 拓也（森林総合研究所） 

［研究担当者］相川 拓也、安佛 尚志（生物プロセス

研究部門）、菊地 泰生（宮崎大学・医

学部）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 研究担当者らによる先行研究では、マツ材線虫病の病

原体であるマツノザイセンチュウを媒介するマツノマダ

ラカミキリの染色体には、節足動物の共生細菌として知

られるボルバキア Wolbachia の遺伝子が水平転移によ

って数多く組み込まれていることが示されている。本研

究の目的は、このマツノマダラカミキリのゲノム上に大

規模に存在するボルバキア由来の遺伝子群の中に、宿主

昆虫体内において発現し、その生理機能に寄与している

ものがあるかどうかを明らかにすることである。本年度

は、昨年度民間企業に委託したトランスクリプトームの

データを受け取り、その解析を進めた。相補的 DNA
（cDNA）シーケンスの結合をおこない、相同性検索に

よってボルバキアの水平転移遺伝子由来のものがあるか

どうかを調べたところ、マツノマダラカミキリの各組織

（精巣、卵巣、筋肉、消化管）から、ボルバキアの遺伝

子と高い相同性を示す配列が複数検出された。また、そ

の数は各組織間で大きく異なっていた。このことは、ボ

ルバキア由来の遺伝子の少なくとも一部は宿主昆虫の体

内において発現していること、特定の組織において何ら

かの機能を果たしている可能性があることを示唆してい

る。今後は、RNA 干渉等の実験により、ボルバキアの

遺伝子がマツノマダラカミキリの生命活動にどのように

寄与しているのかを明らかにしていく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マツノマダラカミキリ、ボルバキア、遺

伝子水平転移、遺伝子発現 
 

［研 究 題 目］最も難治性である膵胆管系癌の早期質

的診断ならびに進展度診断のシステム構

築 

［研究代表者］米澤 傑（鹿児島大学大学院） 

［研究担当者］亀山 昭彦、松野 裕樹（生物プロセス

研究部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 数ある癌の中でも膵胆管系腫瘍は、現在、早期発見は

もちろん、治癒を望める段階での診断が困難な難治性の

癌である。それゆえ、膵胆管系腫瘍の悪性度の確定診断

ひいては早期診断法の確立が望まれている。本研究で

は、一連のムチンファミリー抗原の発現様式と癌の生物

学的悪性度との関連性を新規メチル化パターン解析法を

用いて当該遺伝子プロモーター領域における DNA メチ

ル化の変化として高感度に検出し、さらに悪性度を規定

するムチンの糖鎖修飾プロファイルとあわせることで、

多角的に異常ムチン発現及び修飾状況の解析を行い、難

治性の膵胆管系癌を早期に、かつ、その浸潤性や転移能

などの悪性度の診断もあわせて的確に行う方法を確立す

る。 

 産業技術総合研究所研究担当者は、ムチンの糖鎖修飾

プロファイルを分担している。今期は分離したムチンを

物理化学的な方法で同定するための研究を進めた。また、

抗体を用いたムチンのコアタンパク質の同定法の開発も

行ない論文発表した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］電気泳動、糖鎖、質量分析 

 
［研 究 題 目］花弁におけるクロロフィル代謝制御機構

の解明 
［研究代表者］大宮 あけみ（独立行政法人農業・食品

産業技術総合研究機構 花き研究所） 
［研究担当者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、カーネーションおよびトルコギキョウの緑

花品種と白花品種を活用し、「白色花弁ではなぜクロロ

フィルを蓄積しないのか」「緑色花弁ではなぜクロロフ

ィルを蓄積しているのか」という2つの疑問に迫ろうと

するものである。本年度はカーネーションの葉および花

弁のクロロフィルおよびその代謝産物を HPLC で解析

した結果、白色花弁ではつぼみの時期には少量のクロロ

フィルが含まれていたが、発達過程で減少し、開花した

花弁にはほとんど含まれていなかった。緑色花弁では発

達後期にクロロフィル量が上昇する傾向にあり、積極的

に生合成していることが示された。マイクロアレイ解析

の結果、カーネーションの緑色花弁ではクロロフィル生

合成系酵素遺伝子の発現が葉と同様に高い傾向にあった

が、白色花弁では複数の酵素遺伝子の発現が著しく低か

った。分解系の遺伝子は葉よりも花弁で顕著に高かった。

トルコギキョウでは、生合成経路で働く大半の酵素遺伝

子の発現が花弁において葉よりも顕著に低かった。白色

花弁に比べて緑色花弁では発達後期に発現が高い傾向に

あった。緑色花弁と白色花弁で分解系遺伝子の発現に大

きな差はなかった。以上の結果から、花弁では低い生合
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成活性と高い分解活性のバランスにより、葉よりもクロ

ロフィル量が少ない状態がつくられていると考えられた。

また、緑色花弁では白色花弁よりも生合成活性が高いこ

とが、クロロフィルを蓄積している要因の一つであるこ

とが示された。シロイヌナズナ転写因子ライブラリーを

用いたイーストワンハイブリッドにより、クロロフィル

代謝の鍵酵素の発現を制御する転写因子群のスクリーニ

ングを開始し、クロロフィル b 還元酵素（NYC1/NOL）、
SGR のプロモーター領域に結合する転写因子候補を複

数獲得した。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、クロロフィル、カーネーション、

発現制御、遺伝子、シロイヌナズナ、花

弁 

 
［研 究 題 目］非天然分岐型糖鎖含有デタージェント

ライブラリの構築と膜蛋白質の可溶化 

［研究代表者］松尾 一郎（群馬大学理工学研究院） 

［研究担当者］清水 弘樹（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、分岐構造や化学修飾した糖など、天然から

は入手することができない特殊な構造を有する糖分子を

利用して、糖結合デタージェントを系統的に合成、糖の

種類（水酸基の配向）、糖鎖の分岐度および重合度、糖

分子内の疎水性度を基準に、糖の結合水や水クラスター

構造を考慮したライブラリの構築研究を行い、膜蛋白質

可溶化に従来利用されているデタージェントの性質を凌

ぐ糖結合デタージェントの開発を目指す。 

 今年度は、化学的合成では長工程を要する beta-マン

ノシド体や alpha-ガラクトシド体の合成について、マ

イクロ波を利用した短工程合成ルートの開拓研究をすす

めた。beta-マンノシド体の合成では、これまでは1) 不

溶性金属触媒の利用、2) 分子内グリコシル化反応の活

用、3) beta-グルコシドからの2位ヒドロキシ基の反転

などで合成されてきたが、いずれの場合も単純単糖ユニ

ットの合成ですら10工程以上要する。そこでマイクロ波

利用した特殊反応場におけるグリコシル化反応と、酵素

による副産物選択的加水分解反応を利用して、数工程で

目的とする化合物群の合成を目指した。現在のところ、

単反応の収率はまだ～10%程度に留まっているが、金属

触媒の検討などにより反応の改良を目指している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、デタージェント、有機合成、マイ

クロ波  

 

［研 究 題 目］複合適応形質進化の遺伝子基盤解明 

［研究代表者］長谷部 光泰（基礎生物学研究所） 

［研究担当者］深津 武馬（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生物進化の一般法則として、自然選択理論、中立進化

理論が構築された。これらの理論は複数の生物材料の研

究結果から、それらを総合することによって初めて考案

できたものである。しかし、これらの理論でも未だうま

く説明できていないのが複合適応形質の進化である。本

研究領域では、複合適応形質がどのように進化するのか

を研究し、従来の進化理論で複合適応形質の進化を説明

できるのか、あるいは、新しい共通理論が必要なのかを

明らかにすることを目指している。総括班は計画・公募

研究の支援をするとともに、各研究結果の一般性を探り

出すことを目的として設置する。 

 本年度は以下を行った。 

(1) 領域ホームページの作成管理 

http://staff.aist.go.jp/t-fukatsu/SGJHome.html  
(2) COMPLEX ADAPTIVE TRAITS Newsletter Vol. 
4 No. 1-10の発行 

http://staff.aist.go.jp/t-
fukatsu/SGJNewsletters.html  

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫共生細菌、ゲノム解析、新規生物機

能 

 

［研 究 題 目］クラウドコンピューティングミドルウェ

アのソフトウェアモデル検査手法 

［研究代表者］萩谷 昌己（東京大学大学院） 

［研究担当者］Artho Cyrille（セキュアシステム研究

部門）、萩谷 昌己、田辺 良則（国立

情報学研究所）、山本 光晴（千葉大学）

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

クラウドコンピューティング環境が安定して動作する

ためには、ミドルウェアの品質を高めることが重要であ

る。しかし現実には分散処理に起因するバグが多発して

おり、再現の低さから簡単に修正できないことが多い。

モデル検査の導入によって、状況が大きく改善されると

期待される。 

 先行研究において、ネットワーク上のプログラムを対

象とするソフトウェアモデル検査手法を開発してきた。

本研究ではこの手法をクラウドコンピューティング環境

に適用できるように拡張する技術を開拓し、検証ツール

を作成することで、Hadoop など実際に広く使われてい

るミドルウェアの検証を実施する。 

 本年度は、主として、各技術要素の理論的解明を行っ

た。先行研究課題で構築したツールを微調整して適用で

きる範囲のミドルウェア検証を、本年度より開始した。

具体的には、(1)マスタースレーブモデル検査の理論を

整備し、(2)これに基づいたツールの第1次プロトタイプ

を作成した。(3)native peer クラスを、Hadoop core に

対して作成した。そして、(4)既存ツールをそのままク
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ラウドに適用する際の効果と限界について実験を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］仕様記述、ソフトウェアモデル検査 

 
［研 究 題 目］低容量回線でも高画質画像を活用できる

「超舞台」遠隔交流学習支援システムの

開発 

［研究代表者］森川 治（東京工業大学） 

［研究担当者］戸田 賢二（セキュアシステム研究部 

門）、森川 治（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 一般にテレビ電話では、伝わる画質に限界があるため、

普段どおりに書いた黒板の文字はそのままでは伝わらな

い。そのため教師たちは、色、線の太さ、字の大きさ等

を工夫して、遠隔授業を進める必要がある。一方、静止

画であれば普段どおりに書いた黒板の文字であっても、

通信時間をかけさえすれば、鮮明な画像を送受信でき、

授業に利用可能である。線がぼやけて文字が読めない、

色がにじんで色分けした図が読めないといったトラブル

が回避できる。本研究では、黒板など背景写真を静止画

として別途送り、その上に教師や児童の映像を重畳表示

することにより、低容量回線でも高画質画像を活用でき

る遠隔交流学習の実現を目指す。 

 平成23年度には Windows で動く、画像合成システム

（動画部の解像度が320x240画素）を試作し動作確認し

た。解像度不足等のため、残念ながら試作版の仕様では、

教育現場で利用できないとの評価が出た。これを受け平

成24年度は、高解像度化およびハードウエア化を検討し

た。平成25年度は、画像合成機材のレンタルによるシミ

ュレーションを検討した。シミュレーションを行うのに

必要な仕様を満たす機材は存在せず、複数の放送機材を

組み合わせることで対処可能なところまでは至ったが、

レンタル料が予算内に納まらず、中止した。代わって、

画像合成を想定した、高解像度の人物撮影用カメラ部の

制作を行うことにした。最終的には、撮影した人物形状

のマスクバターンによるビデオ出力が必要となるが、固

定マスク画像版のビデオカメラ部を作成し、学会発表し

た。 

 延長した平成26年度には、マスク画像の改良を行う予

定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］遠隔授業、一体感、テレビ電話、静止画

追加、合成映像、ハイパーステージ、ハ

イパーミラー 

 
［研 究 題 目］分散チェックポインティングを用いたネ

ットワークアプリケーションのモデル検

査 

［研究代表者］山本 光晴（千葉大学） 

［研究担当者］Artho Cyrille、山本 光晴、田辺 良

則（国立情報学研究所）、萩谷 昌己 

（東京大学大学院） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題の目的は、我々の先行研究課題の成果であ

るネットワークアプリケーションのモデル検査手法をさ

らに発展させ、分散チェックポインティングを利用する

ことで、より複雑かつ実際的な環境の下で動作するネッ

トワークアプリケーションの検証を可能にすることであ

る。 

 先行研究課題は、並行プログラムとして書かれたネッ

トワークアプリケーションをモデル検査するものであっ

た。そこでは、通信相手側に送受信メッセージの依存関

係に関する非決定性が存在する場合にも検査を中止しな

いようにするために、単一プロセスに対するチェックポ

インティングを用いて、通信相手の状態を保存・復元す

るようになっていた。 

 これをさらに発展させ、複数ノードで動作しているか

もしれない複数のプロセスに対し、相互の通信接続も含

めて、保存・復元を行う機構である分散チェックポイン

ティングを利用することで、以下のようなより複雑かつ

実際的な環境の下で動作するネットワークアプリケーシ

ョンの検証を可能にすることを目指した : 1) 通信対象

が複数プロセスからなる環境、2) 通信対象が複数ノー

ドで動作している分散環境、3) 通信対象が子プロセス

の生成を伴うような環境。 

［分  野  名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］モデル検査、仮想計算機 
 
［研 究 題 目］モダン符号の形式化 

［研究代表者］萩原 学（千葉大学） 

［研究担当者］Affeldt Reynald（セキュアシステム研

究部門）、萩原 学、Garrigue Jacques
（名古屋大学）、葛岡 成晃（和歌山大

学）、笠井 健太（東京工業大学） 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の主な目的は、情報学の基礎理論の不変性・正

当性を確固たるものにすることである。その手段として、

LDPC 符号の研究に代表されるモダン符号と呼ばれる

2000年代に大きく発展した理論を、定理証明支援系を用

いて形式化する。この形式化により、モダン符号におけ

る論理的な曖昧さを排除でき、諸概念と命題をライブラ

リ化し、それらを公開することで、符号理論の検証が容

易になるといった効果が期待できる。さらに、これらの

形式化により得られた知見を活かし、新たな誤り訂正符

号や応用の発見・発明へ繋げる。 

 本研究は紙上の証明と形式証明という2つのチームで

遂行している。本年度、紙上の証明チームは情報理論に

おける標準的な定義や証明手法について検討し（例えば、
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可変長情報原符号化）、形式化を進める上での難点を整

理した。形式証明チームは、定理証明支援系 Coq の

SSReflect 拡張を用いて LDPC 符号の sum-product 復

号法の一時推定の正当化の形式化を行った。その際、モ

ダン符号の形式化に欠かせない特別な総和の形式化方法

を提案した。次に、タナーグラフと周辺事後確率を形式

化し、上記の正当化の言明を形式化した。その正当化の

証明の形式化の際、[1]の情報理論と符号理論の形式化

を向上し（ビット列の性質に関する補題の追加や線形符

号の形式化の調整など）、最大事後確率復号・最小距離

符号・最尤復号の定義とその性質も形式化した。これら

を踏まえ、ハミング符号に関する様々な定理（例えば、

最小距離復号であること）を形式化した。 

[1] Reynald Affeldt, Manabu Hagiwara, and Jonas 
Senizergues. Formalization of Shannon’s Theorems. 
Journal of Automated Reasoning, 53(1):63-103, 2014. 
Springer. 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］形式検証、定理証明支援系、符号理論 

 

［研 究 題 目］複数主体のバイオメトリクスデータベー

ス管理と評価技術の研究 

［研究代表者］寳木 和夫 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］寳木 和夫、大塚 玲、大木 哲史 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生体を使って個人認証を行うバイオメトリクス技術に

関 し て 、 人 間 が 本 来 持 っ て い る 個 体 差

（Individuality）の探求、認証精度の超高精度化など

を目指して、超高精度生体測定技術を活用したバイオメ

トリクスの研究を行っている。特に、高精度生体データ

を Ground Truth として汎用的な生体データとして活用

するための基礎理論の構築、各種モダリティやセンサー

特性に応じた伝達関数のモデル化について重点的に研究

を進めている。これらの技術が確立されることで、高い

利便性や認証精度を保持しつつ従来技術では達成不可能

であった高度なセキュリティ要件を満たす新しいバイオ

メトリクス認証技術の開発が可能となることが期待され

る。今年度は特に、高精度測定データの Ground Truth 
性の評価に関わる基礎理論を構築すると共に、バイオメ

トリクス技術の安全性を高めるキャンセラブル・バイオ

メトリクスやバイオメトリック暗号などテンプレート保

護技術に関し、安全性概念の定式化ならびにその拡張を

行った。 

 さらに、重要インフラに適用される場合、バイオメト

リクスが有効活用される要件を比較、分析し、複数主体

統合で必要となる標準化項目等を明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］バイオメトクス・セキュリティ、 

Ground Truth 
 

［研 究 題 目］組込みソフトウェアの安全な構築のため

のＣ言語のモデルとその形式検証 

［研究代表者］Affeldt Reynald 
（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］Affeldt Reynald、大岩 寛 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ソフトウェアに対して信頼性の高い保証を与える技術

として、形式検証が注目されている。しかし、多くのソ

フトウェアは低レベルな言語で書かれており、検証には

技術的な詳細が多く必要で、現状では完全な形式検証に

よる安全性の保証はまだ困難である。本研究では組込み

応用向けプログラムを検証するために、動作環境の差異

と移植性を考慮した C 言語のモデルとその論理を形式

化することを目的にする。本研究では既存の C 言語の

形式モデルと比較して、プラットフォームにより異なる

意味論を一旦抽象化し、その後プラットフォームごとに

個別化することで、C 言語とアセンブリ言語を組み合わ

せたプログラム全体の形式検証を可能とする。 

 本年度は、C 言語のプログラムの形式検証基盤を完成

した。ケーススタディーとして、セキュリティプロトコ

ル TLS の実用的実装の一部の形式検証を完成した。具

体的には、定理証明支援系 Coq を用いて、ネットワー

クパケットのパージングを行う161行の関数(コメントと

デバッグ情報を除く：85行)について形式仕様を記述

（形式モデル：132行（元のプログラムのバグの修正の

ための12行を含む））し、形式検証した。その検証実験

の完成のため、形式検証基盤に自動検証機能を追加した。

最終的に、全体で約4153行（形式モデルの1行当たり約

24行）の形式証明を記述した。上記の C 言語の形式検証

基盤とケーススタディーを公開した。成果普及のために、

C 言語の形式検証基盤の最新版を国内ワークショップで

発表し、デモを行った。情報収集に加え、以上の成果を

まとめ、論文を国際雑誌に投稿した。また、昨年度のア

センブリ言語の形式検証と上記の C 言語の形式検証研

究をまとめ、国際ワークショップ[1]で発表し、国内ワ

ークショップでポスター発表した。フランスの IRCICA
研究所の2XS（組込みソフトウェアのための安全性の研

究）での成果発表がきっかけで、上記の C 言語の形式

検証基盤がプラットフォーム依存部分を正しく表現して

いて、組込みソフトウェアの形式検証に相応しいと確認

できた。 

[1] Reynald Affeldt and Kazuhiko Sakaguchi. First 
Building Blocks for Implementations of Security 
Protocols Verified in Coq. The 5th Coq Workshop, 
July 22, 2013, Rennes, France. 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］形式検証、定理証明支援系、C 言語 
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［研 究 題 目］問題ある平文の暗号化を不可能とする暗

号方式の実現に関する研究 

［研究代表者］花岡 悟一郎 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］花岡 悟一郎、Reynald Affeldt、 
Nuttapong Attrapadung、 

縫田 光司（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては、近年の緊迫した世界情勢を鑑み、

高度に安全であると同時にテロリスト等による悪用を許

すことのない情報通信ネットワークの確立を大きな目的

とする。特に、そのようなネットワーク社会において真

に要求される全く新たな暗号技術の実現を目指す。現在、

多くの研究者による活発な研究開発により、最新の暗号

技術によって提供される安全性は極めて高度なレベルに

達していると考えられる。その一方で、そのような技術

は、テロリスト等が犯罪行為を行う際の情報伝達にも非

常に有用な技術となっている。そのため、善意の利用者

による正当な暗号技術の利用を制限するか、もしくは、

テロリスト等による暗号技術の不正利用を黙認するかの

どちらかをせざるを得ない状況である。この事態を根本

的に解決する技術の創出が本研究の目標となる。 

 三年計画の最終年度である平成25年度においては、前

年度までに設計と安全性評価を行った平文空間に関して

動的な制限を加えることが可能な公開鍵暗号方式につい

て、実装の可能性について検討を行った。特に、楕円エ

ルガマル暗号において平文空間を0,1のみに制限した方

式について実装を行い、極めて高速に機能することを明

らかにしている。また、この手法がある種のアプリケー

ションにおいて非常に有用な機能を提供することを示し

ている。これらの成果については今後国際会議などでの

発表を検討している。これらの成果の他、上述の目標を

達成する別の手段として、公開鍵暗号における復号結果

の正当性の証明方法や、属性ベース暗号によるアクセス

制御についても検討を行った。これらの成果は、国際英

文誌および査読付国際会議に採録されている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］公開鍵暗号、証明可能安全性、選択暗号

文攻撃、ゼロ知識証明、公開鍵基盤

（PKI） 

 

［研 究 題 目］複製困難な物理特性を用いたセキュアな

動的再構成システムの実現 

［研究代表者］堀 洋平（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］堀 洋平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 FPGA の動的再構成技術は、高速・省電力な専用回

路を用途に合わせて変更できる極めて有用な技術である。

一方、FPGA の回路構成情報は常に盗聴や改ざんの危

険にさらされているが、安全に回路を構築する技術は確

立されていない。従来の暗号技術を用いる方法では、サ

イドチャネル攻撃等の先進的な攻撃によって既に危険性

が指摘されているためである。『LSI の指紋』とも呼ば

れる Physical Unclonable Function（PUF）は、物理

的に複製不可能な LSI のばらつきを用いてデバイス固

有の出力を得る回路である。本研究は、FPGA 上のシ

ステムに組み込まれた PUF の挙動を明らかにし、PUF
を用いた安全な動的再構成システムの構築を実現する。 

本年度は、動的再構成可能なマルチ暗号プロセッサを、

28nm プロセス FPGA を搭載した SASEBO-GIII ボー

ドに実装し、その動作を確認した。国際標準化されてい

る AES 、 Camellia 、 SEED 、 TDEA 、 MISTY1 、

CAST128の6種類の共通鍵ブロック暗号を、動的再構成

を用いた場合と用いない場合でそれぞれ実装し、動的再

構成を用いた場合の回路規模的な優位性を評価した。ま

た、産総研独自の方式である擬似線形フィードバックシ

フトレジスタ PUF（Pseudo-Linear Feedback Shift 
Register PUF: PL-PUF）を SASEBO-GIII 上に実装し、

正常に動作することを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］動的再構成システム、FPGA、複製困難

関数（PUF）、擬似 LFSR PUF 
 

［研 究 題 目］並列索引構造の形式検証 

［研究代表者］平井 洋一 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］平井 洋一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、並列索引構造の正当性を証明し、未

知のバグによる被害を確実に防止することである。並列

索引構造は、ファイルシステムやデータベースサーバ等

に利用され処理速度が重要であるため、排他処理をでき

るだけ省略するので正当性の検証が困難である。そこで、

本研究では、定理証明支援系を用いた形式検証によって、

並列索引構造の正当性の証明を網羅的かつ厳密な証明を

行うことを目標とする。 

 本研究の1年目である2013年度は、データベース問合

せ言語 SQL のパーザ・プリンタ、データベースの正規

化、索引構造を定理証明支援系 Coq によって形式化し

た。その成果を査読付学会 JFLA[1]で発表した。 

[1] Yoichi Hirai, Reynald Affeldt, What could Coq do 
for Database Software? -- A Progress Report, JFLA 
2014, pp.33-47. 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］定理証明支援系、並列索引構造 

 

［研 究 題 目］ID の法的研究－共通番号、国民 ID 及び

民間 ID のプライバシー・個人情報保護 

［研究代表者］鈴木 正朝（新潟大学） 

［研究担当者］高木 浩光、鈴木 正朝 
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（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 特定個人の識別情報（PII）該当性は、情報プライバ

シー規制で最も中心概念の1つである。個人データ保護

法の範囲は PII に該当するかどうかによって決定される。

さらに情報科学は多くの状況では、非 PII であっても特

定個人を識別し得ることがあることを示す。PII は特定

個人の識別情報と特定個人の識別可能情報に区分できる

が、その区分の有用性を再検討し、新たに PII を再構成

していかなければならない。この理論を検討する一つの

素材として ID に着目し、PII の従前の考え方が新たな

問題にどう対応できるか、立法的検討を行い提案した。 

 その成果は、論文にまとめ法律雑誌等で公表したほか、

法学会、医療分野、情報処理分野の学会などを通じて報

告し、各種セミナー等で数多く講演し、個人番号法案に

ついて内閣官房や国会議員に提言したほか、個人情報保

護法改正案について政府の IT 総合戦略本部パーソナル

データ検討会に対して、見直し方針案に至る意見表明を

したほか、大綱作成に向けて私案を提言した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］個人情報保護、プライバシー、パーソナ

ルデータ、個人番号制度 

 

［研 究 題 目］炭化ケイ素（SiC）MOS 界面欠陥の起

源と移動度劣化メカニズムの分光学的解

明 

［研究代表者］原田 信介（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 
［研究担当者］原田 信介、岡本 光央、小杉 亮治 

（常勤職員3名、他3名） 
［研 究 内 容］ 

本テーマでは筑波大学と協力して、シリコンカーバイド

（SiC）の MOS（Metal-Oxide-Semiconductor）界面

の、①界面準位（Dit）、②界面欠陥（界面 ESR センタ

ー）、③チャネル欠陥、④界面に導入した窒素または水

素、の4因子を計測し、チャネル移動度との関連性を明

らかにすることで SiC-MOS 界面の移動度劣化の原因解

明と SiC-MOS 界面準位の起源解明を目指している。 

 これまで、電流検出電子スピン共鳴分光（EDMR）

や光電子分光（XPS）を用いた独自の実験によって新し

い知見を得ることに成功してきた。平成25年度は、一般

的な4H-SiC（0001）Si 面よりも高いチャネル移動度を

得ることができる4H-SiC（000-1）C 面に形成された

MOS 界面についての評価を行った。C 面においては

「界面水素処理」が MOS 電気特性を劇的に改善するこ

とが知られている。その理由を調べるために、4H-SiC 
MOSFET と EDMR を使って、水素に反応する C 面特

有の界面欠陥（C 面固有欠陥）の観察を行った。水素脱

離効果のあるガンマ線照射を MOSFET に施して界面欠

陥の水素終端率を変え、EDMR でその変化を詳しく調

べた。その結果、水素脱離によって C 面固有欠陥が増

加していき、それと連動して MOSFET のしきい値電圧

シフト（Vth シフト）が発生することが分かった。しか

し、MOSFET のチャネル移動度は水素脱離の影響を受

けないことも分かった。以上のように、4H-SiC C 面

MOS プロセスについての重要な知見を得ることができ

た。さらに解析を進め、C 面固有欠陥の起源解明を目指

していく。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SiC（シリコンカーバイド）、MOS 界面

欠陥、ESR、EDMR、XPS 
 

［研 究 題 目］孔内用精密制御振源とトモグラフィ解析

による表層地盤の S 波速度構造の高精

度決定 

［研究代表者］渡辺 俊樹（名古屋大学） 

［研究担当者］国松 直（地圏資源環境研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、表層地盤の S 波速度構造を高精度かつ

高分解能に決定するために、従来の孔内用 S 波振源で

達成し得ない高品質な S 波波形記録を取得することが

可能な新たな振源装置の開発と、その精密制御によるデ

ータ取得および解析の方法を確立することを目的として

いる。すなわち、モーター制御の偏心錘による振源に、

精密制御定常信号システム（ACROSS）によって確立

された高度な信号設計とデータ処理手法を組み合わせ、

取得されたデータから S 波速度トモグラフィによる高

精度・高分解能な S 波速度構造を決定する。 

 昨年度に開発を前倒しして製作した実用試験器の振源

機構の基礎的な動作試験を実施した。当初の仕様をほぼ

満足したが、今年度は、さらなる構造の分解性能向上を

目標として、回転周波数の向上をはかった。偏心錘の軽

量化とベアリング摩擦の低減のための改造を行い、目標

とする60Hz で安定して動作することを確認した。また

設定周波数の上限値である90Hz を超えた周波数でも動

作が可能であることを確認した。また振源の孔内への固

着機構の開発を行い、地上から制御可能であり緊急時の

脱着機構を備えた固着機構を実装した。今年度で実際に

孔内で使用可能な S 波振源のハードウェア開発が完成

した。最終年度に予定している、実際のボーリング孔を

用いての性能試験、およびフィールド試験について検討

を進め、フィールドの選定と交渉を行うとともに、試験

計画の検討、計測システムの準備、現場作業に必要な支

持材やケーブル等の準備も進めた。 

 データ解析処理については、精密制御定常信号システ

ム（ACROSS）データ処理において開発されたプログ

ラムを本システムに適用するための検討を行った。トモ

グラフィ解析のプログラムを整備した。 

［分 野 名］地質 
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［キーワード］地盤構造、S 波速度、振源装置、トモグ

ラフィ、機器開発 

 

［研 究 題 目］オフリッジ火山から高速拡大海嶺のモ

ホ遷移帯マグマプロセスを探る 

［研究代表者］下司 信夫（地質情報研究部門） 

［研究担当者］下司 信夫（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

本研究は、東太平洋海膨における海嶺軸とその周辺の

オフリッジ火山の分布・噴出物の構造及びその岩石学的

特徴の解析から高速拡大海嶺軸におけるモホ遷移帯のマ

グマプロセスを解明することを目的とする。 
 本年度は、当初研究計画で予定していた東太平洋海膨

における調査航海が実現しなかったため、主に2004年度

調査航海にて採取した既存の試料等を用いた分析を行っ

た。光学画像解析による組織解析や、SEM-EDS シス

テムを用いた火山ガラス及び鉱物化学組成により、オフ

リッジ火山における海底噴出物試料の岩石学的解析を行

った。また、標準試料および実際の中央海嶺のガラス試

料を用いて EDS による多元素同時測定のための定量分

析条件を行い、主要元素組成では相対精度数%以下の再

現性の高い測定を実施できた。この測定方法を用いて、

2004年の東太平洋海膨の調査によって採取された中央海

嶺拡大軸・オフリッジ火山から噴出した火山ガラスおよ

び、我が国における苦鉄質火山の噴出物に含まれる火山

ガラスの化学組成の測定を行った。また、海水とマグマ

との接触による表面微細構造の発達について光学顕微

鏡・電子顕微鏡を用いた解析を行い、苦鉄質マグマによ

るマグマ水蒸気噴火の噴出物との比較検討を行った。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］中央海嶺、マグマ、テクトニクス、地質

構造、オフリッジ噴火 
 
［研 究 題 目］オフリッジ火山から高速拡大海嶺のモ

ホ遷移帯マグマプロセスを探る 

［研究代表者］岸本 清行（地質情報研究部門） 

［研究担当者］岸本 清行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、東太平洋海膨14°S 付近の巨大溶岩流を中

心としたオフリッジ単成火山群を対象として始められ、

高速拡大海嶺のマグマ供給系及びマグマ生成過程におい

てモホ遷移帯が果たす役割と海洋地殻形成とプレート拡

大課程の定量的解明を目的としている。当該担当者はオ

フリッジ火山群の産状と定置課程の解明のため、これま

で得られている海底地形データ、サイドスキャンデータ、

音波探査データ等をコンパイル・再解析し地質構造解析

を進めた。その結果、研究開始当初に発見されその産状

や噴火年代が同定された「東太平洋海膨14°S 付近の巨

大溶岩流」様のオフリッジ噴火がその他の海域にも多く

存在することが示唆されるデータを得た。これは本研究

の目的である海洋地殻生成過程におけるオフリッジ火山

が果たす役割の定量的解明のために調査すべきターゲッ

ト領域や観測手法を選定するための重要な情報である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］中央海嶺、マグマ、テクトニクス、地質

構造、オフリッジ噴火 

 
［研 究 題 目］オフリッジ火山から高速拡大海嶺モホ

遷移帯マグマプロセスを探る 
［研究代表者］石塚 治（地質情報研究部門） 
［研究担当者］石塚 治（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究は、東太平洋海膨における海嶺軸とその周辺の

オフリッジ火山の分布・噴出物の構造及びその岩石学的

特徴の解析から高速拡大海嶺軸におけるモホ遷移帯のマ

グマプロセスを解明することを目的とする。計画されて

いた東太平洋海膨での航海が実施されなかったため、他

地域で海底拡大プロセスに関する検討を行った。西フィ

リピン海盆地域では、特に北西部において非常に複雑な

海底地形が知られている。これは、マグマ供給が非常に

盛んな状況で海底拡大が起きた可能性を示唆していた。

我々は、この地域に分布する海山、海台の玄武岩類の科

学分析、年代測定を行った。この結果、この海盆の形成

にマントルプルームが寄与している可能性が明らかにな

った。約4500万年前までにマントルプルームの上昇がお

き、これが西フィリピン海盆拡大開始のきっかけになっ

た可能性がある。その後もこのプルームは海底拡大軸近

傍に固定され、いわゆる海洋島玄武岩類似のマグマを多

量に生産しつづけたことが明らかになった。複雑な海底

地形はこのプルームの存在が大きな役割を果たしたと考

えられる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、噴火、マグマ、テクトニクス、地

質構造 

 
［研 究 題 目］完新世における東アジア水循環変動とグロ

ーバルモンスーン 
［研究代表者］多田 隆治（東京大学） 
［研究担当者］長島 佳菜（JAMSTEC）、内田 昌男 

（国立環境研）、木元 克典 
（JAMSTEC）、入野 智久（北海道大

学）、板木 拓也（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名、他4名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究は、東アジア夏季モンスーンに伴う降水の強度

および空間分布が、幾つかの特徴的時間スケールで、ど

の様に、どの程度変動したか、その究極的支配要因は何

かを、海水準や二酸化炭素濃度等の境界条件が現在とほ

ぼ同じになった完新世中期以降に的を絞って解明するこ

とを目的としている。平成25年度は、沖縄本島周辺海域
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の表層堆積物から底生有孔虫を摘出し、その同位体比お

よび Mg/Ca の測定を行って黒潮変動とも関係している

海底付近の古水温指標を開発した。また、完新世におけ

る日本海の微化石分析を行い、対馬海流の変化に関する

検討を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］アジアモンスーン、水循環、古環境 

 
［研 究 題 目］沈み込み帯のマグマの成因：最初は一

つの玄武岩マグマか？ 
［研究代表者］石塚 治（地質情報研究部門） 
［研究担当者］石塚 治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、マリアナ弧の火山フロント周辺

に噴出しているマグマを検証し、「それぞれの火山は一

つの玄武岩初生マグマから導かれたのか」、「玄武岩初生

マグマは NW Rota-1のように二つ存在するのか」、また

は「初生マグマには二つ以上の多様性が存在するのか」、

を明らかにすることである。2013年6月に実施されたマ

リアナ弧での航海に乗船、火山岩試料の微量元素組成、

同位体組成の測定を行った。その結果サリガンでは、一

つの火山体で極めて大きな初生マグマの不均質性を示唆

する興味深い結果が得られた。また最近噴火した南サリ

ガンの噴出物の化学組成、同位体組成分析を始めて実施

し、速報論文がまもなく投稿されるところである。微量

成分組成と同位体組成の相関から、初生マグマの組成が

異なる原因は、物性が異なるスラブ由来物質の寄与によ

り説明される可能性が高いことが明らかになりつつある。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］沈み込み帯、初生マグマ、マントル、マ

リアナ島弧 

 
［研 究 題 目］深部マグマ供給系と火山活動 
［研究代表者］東宮 昭彦（地質情報研究部門） 
［研究担当者］東宮 昭彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 噴火の始まり、特に休止期間を経て噴火活動を再開す

るメカニズムを解明するため、主に岩石学的情報を用い

た分析を進めている。 
 平成25年度は、斑晶鉱物の累帯構造からマグマ溜まり

内における噴火準備過程を調べるため、LA-ICP-MS
（レーザー・アブレーション ICP 質量分析計）の分析

準備を行った。また、噴火におけるマグマ噴出率や噴火

様式の多様性について、マグマ溜まり粘性（マグマ溜ま

りにおける噴火直前のマグマ粘性；噴火能力の重要な指

標）をキー・パラメータとしてデータの収集・解析を行

い、マグマ溜まり粘性がマグマ噴出率や噴火様式、さら

には噴火様式の遷移（爆発的噴火と溢流的噴火の間の変

化パターン）を大きく支配していることを見出した。 

 なお「深部マグマ供給系と火山活動」は、東京工業大

学の高橋栄一教授を中心とし、複数の機関・研究者が分

担して進めているプロジェクトであり、東宮は主に岩石

学的情報を用いた分析を担当している。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］火山、噴火誘発過程、マグマ溜まり 
 

［研 究 題 目］スロースリップの繰り返し周期は何が決

めるか？－重力観測で流体の挙動を探る 

［研究代表者］名和 一成（地質情報研究部門） 
［研究担当者］名和 一成（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 長期的スロースリップイベント（SSE）のサイクルの

全期間にわたる重力変化を捉えることを目的として、琉

球海溝沿いで半年に一度発生する SSE を対象とし、石

垣島、西表島で超伝導重力計及び絶対重力計を用いた連

続観測を実施した。今年度、石垣島での超伝導重力計観

測開始に向けての一連の作業報告を、国内誌上で発表し

た。ほぼ欠測なく超伝導重力計観測を継続し、2012年中

の2回のイベントに加え、今年度も2回の SSE 前後の重

力変化データを取得することができた。観測データにつ

いては、重力観測点（VERA 石垣島観測局）近傍の雨

量データや石垣港の検潮データを使って、地下水や潮位

変化の影響を補正した。気圧応答も含めた各種の補正が

まだ不十分であるが、これまでの SSE イベントの際、

発生前の重力増加と SSE イベント発生後の重力減少

（大きさはマイクロガルオーダーで期間は1ヶ月程度）

という同様な重力変化パターンが観測された。これらは

定性的には絶対重力測定結果と調和的である。さらなる

データの蓄積による各種補正の高精度化と、GNSS 観

測で得られている地表変位との比較などを通じた重力変

化の定量的解釈は、今後の課題である。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］スロースリップ、沈み込み帯、重力、地

殻変動、測地学、地震学、琉球海溝、石

垣島、西表島 
 
［研 究 題 目］全国地質 Sr 同位体比マッピング-古代に

おける“もの”の移動の解明に向けて 
［研究代表者］南 雅代（名古屋大学） 
［研究担当者］南 雅代（名古屋大学）、淺原 良浩

（名古屋大学）、宮田 佳樹（名古屋大

学）、太田 充恒（地質情報研究部門） 
（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 全国 Sr 同位対比図作成は、産業技術総合研究所の全

国地球化学図計画で採取された河川堆積物試料を流用し

て行っている。同位対比はその背景となる地質の分布に

大きく左右される。本年度は、九州地域 Sr 同位対比地

球化学図作成のために、全国地球化学図においては空白



研 究 

(704) 

地域であった天草諸島において河川堆積物採取を行った。

また、昨年度秋吉石灰岩地域で採取した河川堆積物に対

してリーチング実験を行い、炭酸塩由来の Sr とそれ以

外の Sr 濃度を正確に測定した。四国における地質構造

が河川堆積物中の Sr 同位対比変動に与える影響につい

て結果を取りまとめ、共著者として論文を学会誌に投稿

した。 
［分 野 名］地質   
［キーワード］地球化学図、バックグラウンド、Sr 同

位対比、同位体分布 
 
［研 究 題 目］地球表層システムにおける海洋酸性化と

生物大量絶滅 
［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 
［研究担当者］鈴木 淳、山岡 香子、川幡 穂高 

（常勤職員2名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 二酸化炭素は酸性気体なので、人為起源の二酸化炭素

の放出は、地球温暖化の他に海洋酸性化をもたらし、新

たな環境問題として注目されている。これは、海洋の石

灰化生物群に悪影響を与えると危惧され、類似の現象と

その結果としての深海底の生物の大量絶滅が、5500万年

前の地球でも発生していたと考えられている。本課題で

は、（1）水環境の酸性化に伴う生物の応答の飼育実験に

よる検討、（2）海洋酸性化の生物起源炭酸塩の微小領域

への影響解析、（3）「大量絶滅海洋酸性化説」の検証、

（4）中和機能がある陸の風化過程の解明、について研

究を進め、最終的に、地球表層システム（大気圏、水圏、

生態圏、岩石圏）全体の中で、海洋酸性化の位置付けと

海洋の pH を支配する地球システムの解明を目的とする。

今年度は、中和機能がある陸の風化過程の解明に掛かる

現地調査をタイ王国で実施した。同様の現地調査を前年

度までバングラデシュにてガンジス川、ブラマプトラ川、

メグナ川という巨大な流域を有する大河川について実施

してきた。これらの河川は大量の砕屑物をベンガル湾と

いう海洋にもたらしているが、海洋に流入するのは、砕

屑物だけではない。大陸は風化の場であり、大量の二酸

化炭素が大気から陸水に移行する場所と考えられている

が、具体的な炭素フローについては不明な部分が多い。

前年までの研究調査を発展させ、バングラデシュの河川

と同じくヒマラヤ山脈から流れ出る東南アジアの大河川

に注目し、今回の調査では、メコン川およびチャオプラ

ヤ川を対象とし、炭酸系緒量の分析を目的とした河川水

のサンプリングを行った。これらの河川から海洋にもた

らされる炭素関連物質に注目して解析した。大気中の二

酸化炭素による風化起源の炭素量の評価が行われた。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］海洋酸性化、生物大量絶滅、風化、炭素

循環 
 

［研 究 題 目］都市域の地下水中における医薬品類の汚

染の実態ならびに挙動の評価 
［研究代表者］林 武司（秋田大学） 
［研究担当者］林 武司（秋田大学）、安原 正也（地

質情報研究部門）、中村 高志（山梨大

学）（常勤職員1名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
東京都の武蔵野台地上を流れる典型的な都市河川であ

る石神井川流域を対象に、PPCPs（医薬品・パーソナ

ルケア用品）による浅層地下水汚染の実態把握を試みた。

PPCPs による地下水汚染は、市街地に属する石神井川

流域の下流域だけでなく、郊外に位置するその上流域に

おいても認められ、下水道普及率が100%であるにもか

かわらず、流域全体で下水漏水が広く発生していること

が明らかとなった。PPCPs 組成の把握とマルチトレー

サー手法を統合することで、都市域の複雑な地下水涵

養・水質形成機構のより詳細な評価が可能となることが

示された。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］都市域、水循環、地下水涵養源、上・下

水道漏水、PPCPs、マルチトレーサー 
 
［研 究 題 目］ドミニカ共和国における近過去から現

在のバッテリー工場起源沿岸域鉛汚染の

調査・解明 
［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 
［研究担当者］鈴木 淳、長尾 正之（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 ドミニカ共和国サンクリストバル市では1980年代に操

業を開始したバッテリー工場による健康被害が発生し、

工場は2000年に操業停止、2007年～2010年に土壌修復が

行われた。このバッテリー工場は高台にあり、直近にハ

イナ川が流れているため、降雨に伴って汚染土壌中の鉛

が河川に流出し、さらに1.5km 先でカリブ海に接続し

ているため、周辺海域は河川を通じた鉛の流入と大気を

経由した鉛の流入により、鉛汚染が進んでいると考えら

れる。本研究では、一連の汚染履歴に対して、周辺海域

環境での汚染が過去どう推移していったかをサンゴ骨格

に刻まれた年輪中の鉛を分析し再現することを目的とす

る。前年度にドミニカ共和国ハイナ川河口周辺海域にお

いて採取された塊状サンゴを探索し、カリブ海における

環境復元研究の標準種であるマルキクメイシ属の一種の

塊状群体の骨格について、成長年数を計測するための X
線撮像および群体の最大成長軸に沿う微小試料採取を実

施した。水温指標となる Sr/Ca 比分析による年齢査定

によると約15年間の成長の記録を保持している群体が見

いだされた。しかし、Sr/Ca 比の変化パターンには水温

の季節変化からの微小試料の採取法に改善の余地がある

ことが明らかになった。今後は、マルキクメイシ属の骨

格に適した微小試料採取法の開発を行うとともに、鉛汚
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染の時間空間分布の復元を目的として、骨格中の重金属

元素分析を行う予定である。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］鉛汚染、汚染履歴、生物モニタリング、

サンゴ 
 
［研 究 題 目］パレオテチス収束域における島弧ー縁

海系の発達・崩壊過程に関する地質学的

検証 
［研究代表者］上野 勝美（福岡大学） 
［研究担当者］上野 勝美（福岡大学）、原 英俊（地

質情報研究部門） 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 東南アジアのパレオテチスについて、海洋環境変遷や

付加過程について明らかにされた。一方、パレオテチス

の沈み込みによって発達した島弧及び背弧海盆の地史に

関しては、その全体像の復元に至っていない。それは島

弧がすでに削剥され、現在では小規模にしか露出してい

ないためである。本研究では、島弧・大陸由来の砕屑物

からなる前弧海盆堆積物に着目する。石炭系〜三畳系前

弧海盆堆積物の組成・地球化学的特徴を元に、その後背

地変遷を読み取るとともに、島弧の発達過程を復元する。

今年度は、タイ国ランパン及びスコタイ地域より石炭系

〜三畳系前弧海盆堆積物の砕屑岩試料を採取し、その記

載及び化学分析を進めた。その結果、石炭紀には石英に

富む砂岩、ペルム紀には珪長質火山岩片を多く含む砂岩、

前期〜中期三畳紀には玄武岩質〜安山岩質火山岩片を多

く含む砂岩、後期三畳紀には石英に富む砂岩が卓越する

ことが明らかになった。またこの岩相変化に伴い、Ti，
Cr，V などの元素の変動が一致することが明らかにな

った。石炭系～三畳系前弧海盆堆積物から、島弧火山の

変遷を読み取ることが可能である。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］パレオテチス、沈み込み帯、島弧 
 
［研 究 題 目］マルチビーム測深技術を用いた浅海底

地形学の開拓と防災・環境科学への応用 
［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 
［研究担当者］長尾 正之、鈴木 淳（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
最先端マルチビーム測深を用いて作成する精密海底地

形図を基に、知見がきわめて少なかった浅海底地形とそ

の形成について議論を行い、従来の地形学にない「浅海

底地形学」を開拓する端緒となる研究へ発展させること

を目指す。さらに、可視化した沿岸域の地形を「防災基

盤」として評価し、温暖化に伴う台風・高潮災害の増大

と津 波のリスクに対して効果的な地形の分布を明らか

にすることが本研究課題の目標である。 
 沖縄島南部のコマカ島沖は台風襲来時の波高が実測さ

れた海域であって、水深23.6m から1.8m に至る礁斜面

の地形で有義波高が12m から3m へ減衰したことが報告

されている。平成25年度は、この海域で測深を行い、実

測値を裏付ける3次元地形データ・海底反射強度を取得

した。このほか、測深データ補正に必要とされる水中音

速度の鉛直分布、ならびにその裏付けとなる水温・塩

分・深度の鉛直分布を同時測定した。作成予定の詳細海

底地形図を用いて波浪減衰に関するシミュレーションと

実測値との比較から、礁斜面のもつ高い消波能力の検討

がなされる予定である。また、石垣島名蔵湾にて共同で

行ったワイドバンドマルチビーム測深調査により発見さ

れた日本最大の沈水カルスト地形ならびに沈水ドリーネ

群や沈水カルスト円錐丘などのカルスト地形、河川跡な

どを地形学的解釈に基づいてとりまとめ、浅海底地形学

の研究例発信のため国際誌に論文投稿し受理された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋探査、地形、サンゴ礁、可視化、防

災 
 
［研 究 題 目］河川砂礫堆の3次元形成ダイナミクス：

水路実験と現世堆積物の GPR による融

合 
［研究代表者］田村 亨（地質情報研究部門） 
［研究担当者］田村 亨（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 GPR（ground penetrating radar 地中レーダー）は、

地下に電磁波を放ちその反射信号から地下の内部構造を

探査するもので、深さ10m 未満の浅層探査に有効であ

る。GPR の探査深度と分解能は、アンテナの中心周波

数と媒質によってかわり、より高周波では探査深度は小

さくなるが分解能が上がる。本研究はこの特性を生かし

て異なる周波数の GPR のアンテナを用いて、水路実験

と現世河川における砂礫堆（bar）の3次元内部構造を

探査し、比較する。どちらの場合にも時間面を挿入し、

3次元の移動・堆積様式を明らかにする。  

 本年度は、静岡県静岡市の安倍川上流の砂礫堆2ヶ所

において、3次元的な地中レーダー探査を行った。昨年

度に行った下流の結果と合わせ、砂礫堆内部の3次元構

造には、砂礫堆の形状や砂礫堆内での場所による多様性

があり、また、直近の洪水時の地形変化をよく表してい

ることが明らかになった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］河川、物理探査、堆積物、水路実験 
 
［研 究 題 目］高精度変動地形・地質調査による巨大

地震断層の活動履歴の解明 
［研究代表者］芦 寿一郎（東京大学） 
［研究担当者］池原 研（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 



研 究 

(706) 

本研究では、南海トラフ沿いを中心とする海域におい

て、海底堆積物中に残された地震発生の記録から過去の

巨大地震の発生履歴を解明することを目標とする。本年

度は本科研費課題に関連して実施された白鳳丸による航

海で採取された堆積物試料の分析を実施し、同じ航海で

得られた表層地層探査記録から、南海トラフ海溝陸側斜

面の小海盆における細粒タービダイトの堆積様式や海底

活断層の活動履歴に関する検討を行った。また、2011年

東北地方太平洋沖地震震源域周辺で採取された表層堆積

物の解析を行い、仙台沖において、津波によるタービダ

イトの形成過程を明らかにした。これらの結果の一部は、

共同研究者と共著で国際誌に投稿した。  
［分 野 名］地質 
［キーワード］海底堆積物、地震、津波、タービダイト、

半遠洋性泥 
 
［研 究 題 目］信頼度を含む高分解能地質情報を発信

するための WebGIS3次元地質モデラー

の開発 
［研究代表者］升本 眞二（大阪市立大学） 
［研究担当者］升本 眞二、根本 達也、Venkatesh 

Raghavan（大阪市立大学）、 
野々垣 進（地質情報研究部門） 
（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、3次元地質情報を発信するために開

発した「Web-GIS による3次元地質モデリングシステム

のプロトタイプシステム」を実用的なものに進化させ、

信頼度を含めた高分解能3次元地質モデルの構築・発信

を可能にすることである。本年度は、理論的な基礎の確

立とシステムの開発・検証を行った。 

 理論的基礎の確立では、（1）3次元地質モデルの信頼

度を評価する理論・方法と、（2）入力データのモデルへ

の影響度を評価する理論・方法について検討した。前者

については、2次元の地質境界面を用いる方法と3次元の

データ空間全体を用いる方法を検討した。その結果、地

質境界面を用いる方法では、面の推定に用いた2次元デ

ータの分布と密度から、面の形式で信頼度を求めること

を可能とした。データ空間全体を用いる方法では、3次

元データの分布と密度からボクセルの形式で信頼度を求

めることを可能とした。データ密度に関しては、計算方

法を複数提案し、各方法による計算結果の比較および最

適入力パラメータの決定方法の検討を行った。後者につ

いては、入力データの組み合わせと得られるモデルの変

化率との関係について検討した。その結果、大量の面の

推定計算にもとづいて、各データの影響度を評価するこ

とを可能とした。 

 システムの開発と検証では、（1）3次元地質モデルの

信頼度の可視化手法の開発と、（2）高分解能の地質境界

面推定法の高速化を行った。前者については、信頼度を

色の濃淡・透明度・明度などの変化を用いて地質境界面

上や任意の地質断面上に表現することを可能とした。可

視化には Web 上でプラグインソフトの必要がない

WebGL の導入を検討し、部分的に試行を行った。後者

については、既存プログラムのマルチスレッドを利用し

た並列処理の一部を改良した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］地質情報、信頼度、Web-GIS、3次元地

質モデル 
 
［研 究 題 目］生物源マグネタイトの役割の解明によ

る古地磁気・岩石磁気研究の刷新 
［研究代表者］山崎 俊嗣（東京大学大気海洋研究所） 
［研究担当者］七山 太、小田 啓邦（地質情報研究部

門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、生物源マグネタイトの普遍的重要性を中緯

度の酸化的環境の堆積物で確認した上で、古地磁気学及

びその応用で特にインパクトの大きい、堆積残留磁化の

磁化獲得過程及び、古地磁気強度推定方法における、生

物源マグネタイトの役割を解明することを目的とする。

湖沼堆積物から生物源マグネタイトの存在が一般に報告

されているが、バイカル湖についても生物源マグネタイ

トの存在が報告されている（Peck and King, 1996）。
本研究ではバイカル湖から得られたピストンコア

（Ver98-1, St.6）の堆積物について、生物源マグネタ

イトの存在の予察的解析を行った。Ver98-1, St.6の堆

積物は地形的高まりであるアカデミシアリッジで採取さ

れたものであるが、約18万年前の Iceland Basin エクス

カーションの高分解能の古地磁気記録が得られている

（Oda et al., 2002）。このことは安定な残留磁化を保

持しうる細粒マグネタイトが堆積物に含まれることを示

唆する。湖沼堆積物については、人工残留磁化の獲得曲

線から生物源マグネタイトの存在を明らかにする研究は

既に行われている（Egli, 2004）。同様の手法を用いて

湖底から49cm、208cm、412cm の堆積物試料について

等温残留磁化獲得曲線の解析を行った結果、27mT およ

び45mT にピークを持つ成分、ならびに数百 mT に弱い

ピークを持つ成分が確認された。数百 mT にピークを

持つ成分は赤鉄鉱と考えられる。27mT と45mT にピー

クを持つ成分は湖底から49cm および208cm の堆積物で

は、明確に2つの山を持つ分布として区別をすることが

できるが、湖底から412cm の試料では45mT のピークは

相対的に低くなる。また、等温残留磁化強度は湖底から

深くなるにつれて弱くなる。Egli (2004)がスイスの湖

で行った研究を参考にすれば、27mT にピークをもつ成

分は砕屑物起源（ならびにバクテリアが体外で生成した

極細粒マグネタイト）、45mT にピークを持つ成分は

Egli (2004)が BS および BH と分類した2種類の生物源

マグネタイトのうち、保磁力が弱い方の生物源マグネタ
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イト BS に相当すると考えられる。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］生物源マグネタイト、バイカル湖、岩石

磁気、等温残留磁化獲得曲線  

 
［研 究 題 目］地殻流体の発生と移動のダイナミクス 
［研究代表者］風早 康平（地質情報研究部門） 
［研究担当者］風早 康平、安原 正也、高橋 正明、

塚本 斉、佐藤 努、森川 徳敏、 

高橋 浩（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 
 内陸微小地震や深部低周波地震と関係する熱水の特徴

と分布を明らかにするため、日本列島各地における深層

地下水のフィールド調査・試料採取（50温泉）および

100カ所の温泉水の分析を行い、マントル起源ヘリウム

の分布やスラブ起源流体の分布を示した深部流体マップ

の作成を行った。マントル起源のヘリウム分布から、東

北日本弧においては、棚倉構造線、畑川構造線や各リフ

ト帯等の列島生成期の大構造に関連し分布することがわ

かった。また、スラブ起源水の分布は、深部低周波地震

及び第四紀火山の分布とよく一致することがわかった。

これらの結果をもとに、地下深部から上昇する熱水流体

やマントル起源ガスの成因と上昇経路についてまとめた。 

［分 野 名］地理学 
［キーワード］深部低周波地震、内陸地震、塩水、遊離

炭酸ガス、同位体比、スラブ起源熱水 
 
［研 究 題 目］低圧変成帯の温度圧力構造と島弧地殻

のダイナミクスの解明 
［研究代表者］池田 剛（九州大学） 
［研究担当者］宮崎 一博（地質情報研究部門）、 

池田 剛（九州大学）、外田 智千（国

立極地研究所）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 島弧及び大陸縁辺部での対の変成帯形成過程を解明す

るために、未解明の部分の多い低圧型変成帯の温度圧力

構造、年代を明らかにし、数値シミュレーションによっ

て地殻内部の物質循環を明らかにする。本年度は、九州

西部天草における野外調査により、地殻下部の条件で部

分溶融した白亜紀高温型変成岩を採取した。さらに北部

九州に分布する深成岩及び低圧高温型変成帯の地質構造

と年代学的なレビューを行い、1）北部九州の大部分の

花崗岩類の貫入年代が120-100 Ma であること、2）九

州における白亜紀低温高圧型変成岩の原岩が三畳紀の高

圧低温型周防変成岩であることを明らかにした。白亜紀

中頃には、北部九州の地殻の大部分は周防変成岩により

構成されていたと推定される。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］変成帯、島弧地殻、温度圧力構造 
 

［研 究 題 目］東海地震に関する防災政策の経済的イン

パクトの研究 
［研究代表者］宮崎 毅（九州大学） 
［研究担当者］宮崎 毅（九州大学）、大谷 竜（地質

情報研究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 東海地震の防災政策による経済的インパクトの内、ま

ず財特法による効果をみるために、プログラム評価によ

るバックグランドの効果を補正した防災施設投資の減災

効果を調査した。そのための住宅や施設に関する現在お

よび過去のデータ収集のために、既存データのレビュー

及び対象地域の自治体を訪問して利用可能なデータがな

いか調査を行った。一方、地震予知情報の効果を評価す

る手法として、産業連関分析を使った先行研究の調査及

び利用可能なデータの収集を行って、本研究に対する適

用可能性の検討を行った。また併せてベイズ推定による

評価方法も検討した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］財特法、大規模地震対策特別措置法、地

震予知情報、産業連関分析、ベイズ推定 
 
［研 究 題 目］南鳥島 EEZ に眠るマンガンノジュール

とレアアース泥の成因と資源ポテンシャ

ル 
［研究代表者］中村 謙太郎（海洋研究開発機構） 
［研究担当者］中村 謙太郎（海洋研究開発機構、現在

は東京大学）、加藤 泰浩（東京大学）、

藤永 公一郎（東京大学）、沖野 郷子 
（東京大学）、町田 嗣樹（早稲田大学）、 
佐藤 太一（地質情報研究部門） 
（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 
 最先端の電子技術や環境エネルギー技術に不可欠な希

土類元素（レアアース）や V、Co、Ni、Mo などの有

価金属元素（レアメタル）の安定確保は日本の経済・産

業の未来を左右する重要課題となっている。共同研究者

らは南鳥島の排他的経済水域（EEZ）に、これまで日

本の EEZ 内には存在しないと考えられていた「マンガ

ンノジュール」と「レアアース泥」が存在していること

を発見した。もし EEZ 内に新たに見つかったこれらの

資源の実態（分布、規模、成因）が明らかとなれば、海

底鉱物資源の開発に大きな弾みがつくだけでなく、将来

的に資源小国という宿命をも変える可能性がある。そこ

で本課題では南鳥島 EEZ 内のこれらの資源について、

「どこに」「どのくらい」「どうして」存在するのかを明

らかにすることを目的に研究を行っている。 

 本年度は、共同研究者らにより南鳥島 EEZ 内におい

て調査船「みらい」および「かいれい」による2航海が

実施され、両船舶に搭載されているマルチビーム音響測

深機およびサブボトムプロファイラを用いた広域航走音
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響観測と、ピストンコアラを用いた海底堆積物のサンプ

リングが行われた。これにより、マルチビーム音響測深

機の後方散乱強度データから予想されるマンガンノジュ

ール存在域では表層堆積物が薄いもしくはほとんど無い

こと、表層泥とレアアース泥の境界の出現深度はサブボ

トムプロファイラによる予想と一致すること、等が確認

された。産総研ではこの結果を受けて来年度から音響測

深探査データの解析・解釈を行い、マンガンノジュー

ル・レアアース泥の効率的な広域探査手法の確立を目指

す。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］レアアース泥，マンガンノジュール，南

鳥島 
 
［研 究 題 目］複数核種と複数原理に基づく宇宙線年

代決定法の新展開 
［研究代表者］堀内 一穂（弘前大学） 
［研究担当者］小田 啓邦（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 バイカル湖から得られたピストンコア（Ver96-2, 
St.7）の高分解能古地磁気記録の整理を行い、Iceland 
Basin 地磁気エクスカーション（~188ka）の記録につ

いて、バイカル湖の他の記録と比較を行い、さらに年代

軸の検討を行った。比較に用いたのは、Acadmician 
Ridge で採取された Ver98-1, St.6 （Oda et al., 
2002）と CON01-603-2 （Demory et al., 2005）であ

る。特にバイカル湖の相対古地磁気強度記録を相対古地

磁気強度の最も新しい標準曲線 PISO-1500（Channell 
et al., 2009）と比較させることを試みた。PISO-1500

の年代軸は北西大西洋の統合国際深海掘削計画

（IODP）の U1308コアに依存しており、U1308コアの

年代軸は底生有孔虫（深層水）の酸素同位体を酸素同位

体標準曲線 LR04（Lisiecki&Raymo, 2005）にパター

ンマッチさせたものである（Channell et al., 2008）。
この LR04は（深層水の）酸素同位体標準曲線として知

られているが、特に氷床量変動を表すとしてある氷床モ

デルに依存する形で氷床量変動に時間差を加えた年代軸

で表現される。いっぽうで、Caballero-Gill et al. 
（2012）は中国大陸の鍾乳石（ウラン‒トリウム法によ

る絶対年代測定されたもの）と南シナ海の掘削コア試料

による表層水（浮遊性有孔虫）の酸素同位体のパターン

をマッチさせ、同じコア試料の底生有孔虫による深層水

の酸素同位体に絶対年代軸を与えることに成功した。こ

の年代軸をもとに PISO-1500の過去35万年分の年代軸

を修正したもので、バイカル湖の相対古地磁気変動によ

る年代推定を行った。また、 Prokopenko et al.
（2006）はバイカル湖の珪藻量変動と日照量変動をパタ

ーンマッチさせた年代モデルを構築したが、最終氷期か

ら間氷期への温暖化（気温）が日照量変動から4千年の

タイムラグがあることが前提として全記録に4千年のタ

イムラグを適用している。ところが、Iceland Basin 地

磁気エクスカーション前後の20万年ほど前について、

Prokopenko et al.（2006）の年代モデルを4千年古い方

にずらすと Dome Fuji の氷の酸素同位体記録

（Kawamura et al., 2007）との一致が極めて良くなる

ことが判明した。南極の氷の酸素同位体は北半球の日照

量変動に見られる2万年周期（precession）をかなり忠

実に反映している（Kawamura et al., 2007）。従って、

北半球に位置するバイカル湖に記録された温暖化（気温

の増加）が南極の氷の酸素同位体変動よりも4千年も遅

れるという Prokopenko et al.（2006）の年代モデルに

は問題があるのでは無いかと推定される。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］宇宙線生成核種、相対古地磁気強度、地

磁気逆転、地磁気エクスカーション、珪

藻、日照量変動、酸素同位体、氷床量変

動、バイカル湖、鍾乳石 
 
［研 究 題 目］北極海の海氷激減－海洋生態系へのイ

ンパクト－ 
［研究代表者］原田 尚美（海洋研究開発機構） 
［研究担当者］田中 裕一郎（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、北極海の海氷減少に伴う環境変化を捉え、

それに伴って海洋生態系がどのような影響を被るのかを

解明するために、動・植物プランクトンの経年変化（季

節変化）の解析を行う。海洋調査船「みらい」による北

極航海において、海洋表層での生物起源粒子の季節変化

及び鉛直・水平方向のフラックス変化を解明するために、

北極海シベリア沖の NAP 観測地点（75°N、162°W、

水深1975m）において、セジメントトラップ係留系を

300m 層、1300m 層の2層に設置した。回収されたトラ

ップ試料について円石藻フラックスの分析を行った。そ

の結果、冬季の11月～12月は、ほとんど産出がなかった

ものの Braarudosphaera bigelowii の産出が認められ

た。本種は、沿岸域あるいは浅海域に生息する特徴があ

り、トラップ係留観測点の水深が約2000m であること

を考慮すると、冬季については、浅海域の沈降粒子が移

流により輸送されてきたと判断される。一方、海氷が溶

けた後の7月～9月は、円石藻フラックスは低いものの連

続的に産出が観察され、汎用種である Emiliania 
huxleyi のみが認められたことから、この期間は、上層

からの沈降であると推測された。この傾向は、炭酸カル

シウム殻を持つ浮遊性有孔虫フラックスと類似している

ことも認められた。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］地球温暖化、北極海、海洋生態系、海洋

観測、円石藻 
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［研 究 題 目］“弥生の小海退”の海水準低下レベルの

測定 
［研究代表者］田邉 晋（地質情報研究部門） 
［研究担当者］田邉 晋、納谷 友規、堀 和明（名古

屋大学）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 “弥生の小海退”の海水準低下レベルの測定を目的と

して、利根川低地において沖積層コアを掘削し、解析し

た。10m 長のコアを千葉県野田市関宿台町において掘

削した。岩相記載の後、6点の植物片の放射性炭素年代

値を測定し、泥分含有率を20cm 間隔で測定した。その

結果、この地点では標高－2m にかけて内湾泥層（＞

6.1cal kyr BP）が分布し、侵食面を挟んで有機質シル

ト層と生物攪乱シルト層（1.8～0.7cal kyr BP）、河成

層（＜0.7kyr BP）が累重することが明らかになった。

現在、有機質シルト層と生物攪乱シルト層の堆積環境を

珪藻分析によって解析中である。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］完新世、海水準変動、“弥生の小海退”、

利根川低地 
 
［研 究 題 目］クリシュナ・ゴダバリデルタの自然システム

機能に基づく環境解析 
［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 
［研究担当者］齋藤 文紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 インド東部海岸のクリシュナデルタとゴダバリデルタ

について、アンドラ大学のナゲシュワラ・ラオ教授と共

同で、デルタの発達史から見た自然システム機能の把握

を試みた。ゴダバリデルタにおいて平成23年度から24年

度に採取したボーリングコアと既存のデータを総合的に

解析した結果、過去7千年間は大きく2つのステージに区

分され、同じような成長を繰り返していることが明らか

になった。またこれらの成長と近年の海岸線の変化を比

べると、ダム建設以降の運搬土砂量が減少して以降は、

デルタの成長から縮小に転じていることが示された。こ

れらのデータをとりまとめて、国際学術誌に投稿した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］インド、ゴダバリデルタ、クリシュナデ

ルタ、デルタ、環境変動、完新世 
 
［研 究 題 目］鉄マンガンクラストにおけるウラン同

位体比の時間空間変動：海水ウラン同位

体システマティクスの解明に向けて 
［研究代表者］後藤 孝介（地質情報研究部門） 
［研究担当者］後藤 孝介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 ウラン同位体比（238U/235U あるいは δ238U）は、海洋

の酸化還元環境を調べるための新たな指標として近年提

唱されたが、海水 U 同位体システマティクスは十分に

理解できていない現状にある。そこで本研究では、海水

U 同位体システマティクスの解明および 鉄マンガンク

ラスト（Fe-Mn クラスト）試料における δ238U の古環

境学的意義の検証を目的に、太平洋の様々な海山より採

取された海水起源の Fe-Mn クラストにおける δ238U の

時間・空間変動を調べた。その結果、現在の海洋で形成

した Fe-Mn クラストは、採取された水深や海山に関係

なく、一定の値（δ238U＝－0.65±0.05‰）を示すこと

が確認された。現世 Fe-Mn クラストにおける一様な

δ238U は、ウランの海洋滞留時間が海洋循環に対して十

分に長いことと調和的である。また、得られた同位体比

は、現世の海水 δ238U よりも0.24‰程度低かったが、マ

ンガン酸化物へのウランの吸着実験から予測される値と

よく一致した。したがって、海底のマンガン酸化物は、

軽いウランのシンクとなることが分かった。一方、Fe-
Mn クラストの成長に伴う δ238U 変動は、大きな変動を

示さなかった。このことは、新生代を通じて海洋の酸化

還元環境が大きく変動していなかったことを示している

可能性がある。しかし、半減期の短い234U は、Fe-Mn
クラストにおいてウランの閉鎖系が満たされていないこ

とを示唆しており、現世海水との2次的な元素交換によ

る上書きの可能性が高い。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］同位体地球化学、ウラン同位体、鉄マン

ガンクラスト、古気候・古海洋学 
 
［研 究 題 目］地質時代を通じた地球寒冷化と貝殻形

成の進化の解明－フネガイ科リュウキュ

ウサルボウ亜科（二枚貝）を例に－ 
［研究代表者］西田 梢（地質情報研究部門） 
［研究担当者］西田 梢、鈴木 淳 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 貝殻微細構造とは、結晶の形態や配列様式、構成鉱物

などから分類される生物骨格のミクロな形質である。二

枚貝類フネガイ科リュウキュウサルボウ亜科は、中新世

から現在まで繁栄を続けてきた分類群であり、温暖な気

候から寒冷な気候への移行に応答した微細構造の進化を

理解する上での、モデルグループとして注目した。本亜

科の地質時代を通じた地球環境変動と貝殻微細構造の進

化の関係を明らかにする為、リュウキュウサルボウ亜科

の現生種と化石種を用いて、微細構造の記載を行った。

現生種の地理的分布と微細構造の比較より、温帯域から

亜寒帯域に生息するScapharca属は殻の外層に混合稜柱

構造と交差板構造をもち、季節的に外層に占める両構造

の割合が変化していた。熱帯から亜熱帯に多く生息する

Scapharca属以外の種（Anadara属など）は外層に交差

版構造のみを持つことがわかった。分子系統樹との比較

より、外層に2種類の微細構造をもつScapharca属は、

交差版構造のみを外層にもつグループから種分化の過程
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で混合稜注構造を獲得したと考えられる。化石種の微細

構造観察の結果、日本周辺域に前期中新世から出現して

いたAnadara属は外層に交差板構造のみをもち、中新世

中期以降に出現したAnadara属およびScapharca属では、

混合稜柱構造と交差板構造を外層に持つことがわかった。

よって、中新世中期までに日本周辺域に北上して分布を

広げた本亜科が、その後の寒冷化に伴い種分化した過程

で混合稜柱構造を獲得したと考えられる。現生種の観察

より、混合稜柱構造は低温期に厚く発達しており、低温

期の殻成長に特化した微細構造である可能性がある。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］二枚貝、貝化石、微細構造、進化 
 
［研 究 題 目］造礁サンゴ成長機構の多様性解明と環

境履歴の解析精度向上 
［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 
［研究担当者］鈴木 淳、西田 梢 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
高い生物多様性を誇り、観光や漁業資源、さらには自

然の防波堤として人々の暮らしを支えているサンゴ礁の

礎は、生き物である造礁サンゴの骨格成長により築かれ

ている。しかしこの骨格形成と成長メカニズムは未だ解

明されていない。一方でサンゴ骨格中の化学成分は、環

境変動を復元するツールとして世界的にも多用されてい

る。骨格成長機構を解明することで、より高精度な環境

復元、さらには近未来予測が可能になることが期待され

る。そこで、生態学、分子生物学、ゲノム科学、地球化

学、古環境学、地形学の連携による造礁サンゴの成長メ

カニズムの解明が本研究課題の目的である。いままで生

理学的、分子生物学的知見に乏しいハマサンゴと、古環

境学分野ではあまり扱われておらず、その環境指標とし

ての有用性かがこれまで詳細に検討されていないミドリ

イシ類を研究対象とする。古気候・古環境学分野では、

化石サンゴもよく用いられるが、ハマサンゴだけに絞っ

て採取するのは困難である。化石サンゴとしても多産す

るミドリイシ類を環境指標として確立することができれ

ば、古環境復元の幅が広がる。今年度は、コユビミドリ

イシの定着直後の初生ポリプを対象として飼育水温を変

えて成長させた骨格の酸素・炭素同位体比組成について、

水温依存性や成長速度との関係を検討し、ミドリイシ類

の初生ポリプの骨格もハマサンゴと同様に良好な水温計

になることを明らかにした。今後は、ハマサンゴやミド

リイシ類の骨格の微細構造に着目して比較研究を進めて

行く予定である。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］環境変動、酸素同位体比、炭素同位体比、

サンゴ、石灰化 
 
［研 究 題 目］海洋環境変動が貝殻微細構造進化へ与

える影響の解明 
［研究代表者］西田 梢（地質情報研究部門） 
［研究担当者］西田 梢、鈴木 淳 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 人為起源の二酸化炭素排出に伴って、近年、地球温暖

化と海洋酸性化の進行が危惧されている。本研究では、

水温や二酸化炭素濃度を調整した飼育実験を実施し、二

枚貝類の石灰化応答について貝殻微細構造観察、同位体

比・元素分析を組み合わせ、海洋環境変動の貝類の石灰

化へ及ぼす影響を議論した。今年度は、飼育実験装置の

立ち上げのため、実験水槽の整備・海水調整手法の開発

などに取り組み、さらに、過去の海洋条件を復元するた

めの手法開発にも取り組んだ。5段階もしくは6段階に二

酸化炭素分圧を設定し、近未来（600µatm、800µatm）

や産業革命以前の（280µatm）、などを目標値として二

枚貝類2種（アカガイ、ヒメジャコ）の飼育実験を実施

した。二酸化炭素分圧調製実験の結果、いずれの種も二

酸化炭素分圧が1000µatm 程度（炭酸塩飽和度1.0以

下）においても、貝殻成長に有意な変化はみられなかっ

た。これらの種は、稚貝期は酸性化影響を受けにくいと

考えられる。アカガイの殻の酸素同位体比は、水温と負

の相関を示し、古水温計として有効であることが分かっ

た。二酸化炭素分圧を変えた条件下でも、殻の酸素同位

体比はほとんど変化しなかった。また、炭素同位体比は、

5段階水温実験（二酸化炭素分圧・pH が一定）の条件

下では、一定の値を示した。一方で、6段階二酸化炭素

分圧調製実験は、二酸化炭素分圧が高くなるほど（pH
が低くなるほど）、低い値を示すことが分かった。した

がって、酸性化海水条件下では、石灰化の場に炭素同位

体比の低い酸性化海水が寄与していると考えられる。海

洋酸性化は、貝類の殻の結晶形成や化学組成に影響を与

える可能性が明らかになった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］二枚貝、生物飼育実験、微細構造 
 
［研 究 題 目］海岸環境保全のための地形学・堆積学

の研究 
［研究代表者］田村 亨（地質情報研究部門） 
［研究担当者］田村 亨（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本課題は、日本学術振興会外国人招へい研究者事業

（短期）によるもので、フランス CEREGE（Aix-
Marseille 大学）の Edward J Anthony 教授を平成26年

1月6～23日の間招へいし、ベトナムメコンデルタ海岸で

の共同研究に関する討議、名古屋大学環境学研究科と産

業技術総合研究所つくばセンターにおける Anthony 教

授による研究講演、東日本震災津波被災地域での野外巡

検を行った。 
［分 野 名］地質 
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［キーワード］海岸、環境保全、地形、堆積物 
 

［研 究 題 目］身体運動・感覚経験の蓄積に基づく動

作理解機能の構成論 

［研究代表者］國吉 康夫（東京大学） 

［研究担当者］長久保 晶彦（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 身体運動の生成過程は、無意識の複数の感覚・運動協

調が働く単一目的のための動作と言うより、複数解釈可

能な多元的・冗長的な創発的過程である。このような複

合過程を従来は恣意的に分割・モデル化していたため、

想定外の場合に破綻しやすく柔軟なシステムとは言えな

かった。本研究では、新しい動作理解のために、多種類

の身体運動・感覚経験を計測、蓄積、解析する基盤技術

を構築し、多様な身体運動を支援するロボットシステム

に向けた理論の提示を目的とする。25年度は、これまで

進めてきた手の触覚センサの高感度化を進めるとともに、

構築した高密度高感度触覚運動センサグローブを用いた

実験を体系的に実施、自由意思に基づく物体操作時の感

覚と運動の情報を同時蓄積するデータベースの構築とそ

のデータ解析を行った。触覚センサに関しては、特に高

感度化と合わせて柔軟性・耐久性・コスト性の点からも

評価を行い、素材選択とともに計測装置の改良などを行

った。本センサを用いた円柱物体などの操作時の計測と

そのデータ解析から、制御が困難な物体の方が認識の時

空間分散が小さいことが分かるなど、全身運動における

コツと同様の構造が手指運動でも見出されるといった結

果が得られた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］動作理解、触覚センサ、ロボット 

 

［研 究 題 目］知能化センサネットワークによる障害・

高齢者の健康リスク管理技術の開発 

［研究代表者］井上 剛伸（国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター） 

［研究担当者］児島 宏明（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 在宅の障害者・高齢者の健康リスクを管理するための

高度センシング技術とセンサネットワークシステムの構

築を目的として、国立障害者リハビリテーションセンタ

ーを代表に研究を行なっている。全体目標としては、障

害者・高齢者が直面する主要な健康リスクとして、褥瘡

リスク、温熱リスク、運動機能低下リスク（ロコモティ

ブシンドローム）を取り上げ、関連する物理量を継続的

に監視するセンサの要素技術を開発するとともに、セン

サ群からのマルチモーダル情報を収集・解釈して、検知

した健康リスクを可視化・周知・軽減する知能化センサ

ネットワークの構築を目指す。そのうち産総研では、マ

イクを用いた音響的センサ技術の開発を担当している。 

 今年度は、3年間のプロジェクトの2年目として、これ

までに研究を進めてきた音響的センシング技術を今回の

応用に合わせて改良するとともに、センサプラットホー

ムへの実装のための設計を行った。音響的センシングに

ついては、主として足音に対象を絞り、歩行周期や左右

のバランスなどの歩行状態を推定する手法を開発すると

ともに、以前に収録した高齢者の生活音のデータに詳細

な行動タグを付与するなどのデータ整理を行った。また、

センサプラットホームに関しては、各種センサからの情

報と統合して管理するためのサーバシステムの仕様やプ

ロトコルについて、プロジェクト参加者で議論して決定

した。今後は、歩行状態推定手法の改良と精度の評価を

行うとともに、センサプラットホーム上での統合的な実

装を進める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音響センサ、ロコモティブシンドローム、

健康リスク、センサネットワーク 

 
［研 究 題 目］超高速微細操作技術を用いた3次元細胞

システム構築 

［研究代表者］谷川 民生（知能システム研究部門） 

［研究担当者］谷川 民生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、マイクロ・ナノロボティクスを基盤とし

て、in vitro 環境で機能する3次元細胞システムを構築

する「バイオアセンブラ」の超高速計測操作手法と組織

機能発現の原理を解明することを目標としている。その

中で、複雑な形状の3次元細胞システムを成型し組み立

てる「3次元細胞システム構築」として、超高速マイク

ロ・ナノロボット技術を用いて細胞を線・面・立体形状

に形成し、積層・ロール・折りたたみなどの手法を適用

して多様な3次元細胞システムを組み立て構築するため

の方法論を確立し、体系化することを目的としている。

特に、高速操作においては、操作するマニピュレータの

剛性が高い必要があり、高剛性を実現するために、従来

利用していた低剛性のワイヤ型のジョイントでは実現が

難しいことから、円弧ヒンジのみのパラレル型マニピュ

レータの機構設計を行ってきた。 

本年度においては、昨年度新規に設計・試作した円弧

ヒンジのみを利用した3自由度パラレルメカニズムの剛

性解析およびその実証実験を行い、動作範囲および剛性

に対して解析結果との比較を行った。動作範囲において、

解析結果よりも範囲が狭い結果となり、円弧ヒンジの最

大変位角とヒンジ自体の剛性のバランスを考慮した設計

を進めるべきとの知見が得られた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］マイクロマニピュレ-ション、再生医療、

細胞操作、システム化 
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［研 究 題 目］プログラム可能な紐結びシステムに関

する研究 

［研究代表者］末廣 尚士（電気通信大学） 

［研究担当者］音田 弘（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、種々の紐結びをプログラムで記述し

実行できるシステムを実現するための手法を開発し、そ

れを通して作業を実現するための動作制御を視覚などの

外界情報を利用して体系的に行うための方法論を確立す

ることにある。 

このため本研究では、 

・視覚と力覚による紐の形状・状態特徴量の抽出、 

・形状・状態特徴量とロボット動作との関係の抽出およ

びそれに基づく動作制御、 

・上記に基づく紐結びの各ステップに対応した動作プリ

ミティブ（スキル動作）の実装、・スキル動作の組み

合わせによる紐結び作業の実現を行い、種々の紐結び

をプログラムで記述し実行できるシステムを構築する。

本研究において、研究分担者として下記を担当した。 

 紐結び作業では結び目のようなトポロジーのみを考慮

した操作だけでなく紐の長さを調整したり、結び目の位

置を調整したりすることが必要となる。交差間のセグメ

ントに関する計量に着目するセグメントベーストな紐の

状態表現モデルを用いて、紐の結び目の位置・長さ等の

計量を考慮した紐結び作業の基本動作、準備動作、結び

動作、調整動作のプロトタイプを表現し解析した。計量

を考慮した操作、すなわち、紐の結び目の位置・紐の形

状の一部をなすセグメントの長さの調整を可能とする基

本動作の解析を行い、特に結びの向きに対し、結び位置

を調節する動作を導き、結び位置の調整を行う基本動作

を導出・解析した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］知能ロボット、スキルトランスファー、

作業教示、柔軟物操作 

 
［研 究 題 目］医療・介護・福祉の融合－現場発ヘル

スサービスリサーチによる地域包括ケア

の実現 

［研究代表者］田宮 菜奈子（筑波大学） 

［研究担当者］松本 吉央、麻生 英樹（知能システム

研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

当該研究課題では、多角的な介護保険サービス評価の

研究実績や学術的ネットワークを統合した現場発ヘルス

サービスリサーチによって、医療・介護等の多職種連携

機能を強化し円滑な地域包括ケアシステムを構築すると

いう課題を解決することを目的とした研究を実施してい

る。 

平成25年度は、研究課題の参加機関である筑波大学、

早稲田大学、国立社会保障・人口問題研究所等と連携し

て、厚生労働省に全国の介護保険給付実績のデータの利

用申請を行い、匿名化された6年間の給付実績データの

利用許可を得た。配布されたデータを分析しやすい形に

整形するとともに、必要なデータを抽出しやすいように

データベース化するなど、介護保険サービス利用量の差

異と関連する要因や、介護保険利用の効果の分析を実施

するための情報処理基盤の整備を行った。2011年10月の

利用実績の抽出と分析を試験的に行い、全国規模の大量

のデータを処理して、サービス種類別のサービス利用量

の分析を効率的に行えることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］介護保険、給付、データベース、分析 

 
［研 究 題 目］連動性を考慮した可動領域表現による人

の手の運動機能の解明 

［研究代表者］宮田 なつき（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］宮田 なつき、広野 孝祐 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、人の手指の関節の連動性を考慮した可動

領域表現上で人の運動を捉えることで、運動機能の特徴

を解明することを目指す。H25年度は、被験者5名につ

いて20種類の運動セットを映像および口頭で指示した際

の手動作を計測して、導出した可動領域の体積を概算し、

被験者同士で比較した。その結果、「いろいろな姿勢を

自由に」など指示があいまいな場合、多くの被験者は可

動範囲内の非常に狭い領域の姿勢のみが計測され、境界

形状に大きな影響は与えない場合が多いことが分かった。

また、境界を求めるのにアルファハルを用いた場合、被

験者によっては導出される領域の内部に大きな空隙が発

生することがわかった。さらに、被験者1名の非利き手

について同様の計測を行ったところ、導出された領域が

右手に比べ小さくなった。従来のように、各関節で独立

に取得した最大伸展角度あるいは最大屈曲角度には左右

で大きな違いはないことから、非利き手は利き手より関

節間の連動性が高い傾向が見て取れるとともに、可動領

域全体を求める際には注意が必要であることが示唆され

た。ここで、今年度計測対象とした20種の運動セットは

すべて能動的な動作であったが、一般に、重い物体を把

持する、あるいは指を外部に押し付けるといった受動的

な状態も含めれば、姿勢の含まれる範囲は広がる。これ

らに基づき、左右で連動性が大きく異なる関節同士や、

同側の手の中で連動性の高い関節同士について重点的に

計測を行って、あまり寄与度の高くない動作については

省略すること、また把持姿勢等を適宜付加することで、

計測用の運動セットを改良可能であると考えられる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマンモデル、手、姿勢デ
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ータベース、関節可動域 

 

［研 究 題 目］コード化環境光を用いた完全鏡面物体の

3次元形状計測 

［研究代表者］山崎 俊太郎（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］山崎 俊太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 非接触式の3次元計測では、対象表面における拡散反

射光を観測する必要があり、鏡面反射性の物体の計測は

非常に効率が悪い。光を透過する透明物体や拡散反射し

ない鏡面物体は、プラスチックやガラス、金属部品など

数多く存在するため、効率的な計測手法には大きな需要

がある。これまで、レーザ等の強い光源を用いた計測、

CT スキャンによる透過計測、偏光を使った形状推定、

などが提案されているが、巨大な計測装置が必要か、一

回の計測で取得できる領域が小さいため、利用は限定的

である。本研究は、コード化環境光という新しい計測手

法によって、鏡面反射性物体の全周形状を効率良く取得

する方法を提案する。 

 平成25年度は、6台の液晶ディスプレイを用いて、環

境光を制御する動的照明装置を構築した。当初の計画で

は正方形の狭いベゼルディスプレイ6式を用いて立方体

形状の計測空間を構成する予定だったが、正方形ディス

プレイの入手が困難であるため、アスペクト比16:9のデ

ィスプレイ4台とアスペクト比3:4のディスプレイ2台を

用いて直方体形状の計測空間を構築した。各ディスプレ

イに独立した映像を表示し、任意の環境光下において、

2台の USB3.0カメラで画像撮影するシステムを構築し

た。 

 撮影画像から環境光源の座標を取得するために、2進

コードを用いて環境光をコード化する手法を開発した。

本研究で用いる投影像の座標は、各液晶ディスプレイの

解像度を NxN とするとき、log2（6xNxN）bit の2進コ

ードで表現できる。当初は球面座標系を利用して相互反

射などの影響を最小化するコードの設計を検討したが、

6つの矩形投影像を横方向に並べた仮想平面画像をグレ

イコード表現する方法で、十分なロバスト性を実現でき

ることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］完全鏡面物体、3次元形状計測 

 

［研 究 題 目］歩行中の転倒リスク評価・警告装置の開

発－日常の歩容を見守ることによる転倒

数減少策 

［研究代表者］小林 吉之（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］小林 吉之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 センサによる歩行の評価と転倒のリスク因子抽出方法

の検討 

 平成24年度の成果を踏まえて平成25年度は、１）セン

サ内蔵型端末による転倒リスク評価装置の開発と、２）

モデル作成のための歩行データベースの拡充を実施した。

以下にそれぞれについて報告する。 

１）センサ内蔵型端末による転倒リスク評価装置の開

発： 

 平成25年度は研究計画に基づいて、センサ内蔵型の

携帯端末に実装し、歩行中のリスク因子を抽出するシ

ステムを開発した。また、転倒リスクの推定には、平

成24年度までに作成したモデルだけでなく、より精度

の高いモデルを構築した。 

２）転倒のリスク因子抽出用データベースの拡充： 

 これまでに作成したリスク因子を精度高く抽出する

ために、これまでの転倒経験だけでなく、ロコモ―テ

ィブシンドロームのリスクについても抽出し、30名分

のデータを追加した。これらのデータにより明らかに

なった転倒経験者の歩き方の特徴については、国際誌

への掲載も決定した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］人体形状、人間計測、デジタルヒューマ

ン 

 

［研 究 題 目］手指伸筋腱ネットワークに潜む関節トル

ク調整機構の解明と筋腱張力推定問題へ

の展開 

［研究代表者］多田 充徳（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］多田 充徳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 繊細な手指の機能は複雑な筋腱ネットワークから生み

出される。特に手指の伸展機構に関しては、伸筋腱が基

節骨の背側で中央索と2本の側索に分岐すると同時に、

これら3本の索に橈側と尺側から伸びる手内筋が接続す

るなど、屈筋腱の走行に比して極めて複雑な構造を持つ。

この複雑な腱構造の相互作用に着目し、内在筋腱の張力

が外在伸筋腱の走行や手指の関節運動に与える影響を明

らかにするために、腱骨格モデルを用いた動力学シミュ

レーションと、その妥当性を検証するための筋骨格運動

計測実験を実施した。基本的に腱とは繊維質の束である。

このため、曲げ方向に比べて引張り方向の剛性が高いと

いう機械的な特性を有する。動力学シミューレーション

では、筋要素を用いてこの特性を模擬すると同時に、骨

との干渉を防ぐためのラッピング要素を導入することで、

関節の屈曲に伴い側索が掌側に移行する現象を再現でき

るようにした。また、中央索と側索に接続する手内筋の

作用を模擬するために、これらの索に対して仮想的な外

力を加えられるようにした。このモデルを用いて屈曲運

動の動力学シミュレーションを行った結果、手内在筋が

活動するほど中手指節関節に比べえて指節間関節の屈曲
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が遅くなり、このため指尖部がより大きなアーチ軌道を

描くことが分かった。この妥当性を検証するために、手

内在筋に異なる静荷重を加えた状態で深指屈筋腱を一定

速度で駆動し、その際の手指の関節運動を計測する筋骨

格運動計測を行った。深指屈筋腱の駆動距離と関節角度

の関係や、指尖部の軌道を可視化した結果、動力学シミ

ュレーションと定性的に一致する結果が得られた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、筋腱モデル、伸筋

腱、屈筋腱、モーメントアーム 

 

［研 究 題 目］嚥下メカニズムの解明による喉ごしの定

量評価法の開発 

［研究代表者］三輪 洋靖（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］三輪 洋靖（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 「食」は生命維持において欠かすことのできない行動

の一つであると同時に、日常生活における楽しみの一つ

でもある。そして、喉ごしに代表される嚥下感覚、すな

わち、食品や水分を飲み込むときの感覚は「食」を楽し

む要素の1つと考えられている。しかし、喉ごしは主観

的要素が強く、多くの研究、調査は官能検査が中心で、

工学的研究は限られていた。そこで、本研究では「食品

や水分が口腔および咽頭を通過するときに感じる体性感

覚」を喉ごしと定義した。そして、筋電図や嚥下音を計

測・分析することで嚥下における筋活動や嚥下音のメカ

ニズムを説明できる新しい嚥下モデルを構築すること、

構築した嚥下モデルを用いて嚥下と喉ごしの関係を解明

することを研究目的とした。 

 平成25年度は、水分嚥下時の嚥下音および筋電データ

を用い、嚥下モデルと主観的評価である喉ごしの関係の

解明を目指し、特に、以下の2点に重点を置いて研究を

進めた。（1）嚥下方法の推定方法の構築：これまでに計

測した舌骨上筋群、舌骨下筋群および咬筋の筋電と甲状

軟骨の側部の嚥下音に関するデータを用い、嚥下方法の

推定方法を検討した。まず、嚥下音に対して Wavelet
変換による時間・周波数解析を適用し、特徴量として同

係数が閾値以上となる部分の時間（嚥下音発生時間）と

面積（ハイパワー部面積）を求めた。また、筋電に関す

る特徴量として閾値以上の筋電が出力された時間（筋電

活動時間）を求めた。得られた特徴量に対して統計処理

を行った結果、嚥下音発生時間、ハイパワー部面積、筋

電活動時間には、試料間に統計的有意差があり、同指標

を計測することで、嚥下方法の違い、特に嚥下に要する

時間の違いを計測できることが分かった。さらに、嚥下

音発生時間、ハイパワー部面積と筋電活動時間の間には

類似した傾向があることが示唆された。（2）嚥下におけ

る主観的評価である喉ごしと嚥下方法の関係の解明：嚥

下方法を推定する過程で得られた特徴量を用い、炭酸強

度の違い（強・弱・なし）と嚥下方法の関係を解析した。

被験者の主観は水＜弱炭酸水＜強炭酸水の順で刺激感お

よび炭酸強度が強くなったが、嚥下音発生時間は強炭酸

水＜水＜弱炭酸水の順で大きくなり、強炭酸水－弱炭酸

水間で統計的有意差を確認できた。本結果より、ヒトの

嚥下感覚は摂取する試料の刺激強度に対して上に凸の特

性を持ち、試料が持つ刺激強度と喉ごしの情報から喉ご

しが快の場合は嚥下時間が長く、喉ごしが不快の場合は

嚥下時間が短くなるよう、嚥下方法の選択に無意識的な

介入が働くことが示唆された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］嚥下、嚥下音、筋電、感性計測 

 

［研 究 題 目］情報集約による日常生活の構造的理解の

ための情報処理システムの開発 

［研究代表者］北村 光司（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］北村 光司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 日常生活で起きる現象は、個別の環境や状況で起きる

ため、個別の現象として扱われてしまい、稀な現象と誤

認されたり、潜在的なリスクを見逃してしまうことがあ

る。例えば、公園で起きた事故は、公園の大きさ・形状、

遊具などの構成要素の配置が異なるため、個別の公園で

起きた事故として扱われてしまい、情報共有、他の公園

の情報から起き得る事故を把握したり、複数公園の事故

情報を統合して統計的分析を行うといったことが十分に

なされていない。このように、社会に薄く広く存在して

いる貴重なデータは問題解決に有効に活用されていない

ことが多い。本研究では、対象環境や分析目的において

重要な特徴は保持しつつ、データを適度に抽象化するこ

とによって、複数環境下でのデータを集約して分析可能

なシステムの開発を目的としている。初年度は、主にデ

ータ入力・分析用のソフトウェアの開発と一般家庭内で

の子どもの事故データを対象に機能の検証を行った。ソ

フトウェアには、GIS 技術をベースとした現象記述機

能、適切な写像を可能とする状態空間の設計機能、状態

空間表現を用いた問題構造モデリング機能、データ集約

による統計分析と個別環境へのリマップ機能の4つの機

能から構成される。ソフトウェアでは、まず各環境の地

図を作成し、その上に個別環境での現象としてデータを

入力し、その後に、変数の選択、モデリング、分析や個

別環境への適用までを繰り返すことで、分析目的や対象

環境において重要な変数を見つけ出す。2年目では、こ

のソフトウェアを用いて、異なる目的で収集された複数

のデータについて入力から分析までを行い、ソフトウェ

アの有用性と汎用性について検証を行う。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］正準化記述、日常生活データ活用技術、

情報処理技術 
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［研 究 題 目］デジタルハンドによる製品の操作性評価

に基づくエルゴノミック設計支援システ

ムの開発 

［研究代表者］遠藤 維（デジタルヒューマン工学研究

センター） 

［研究担当者］遠藤 維（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 人間の手の形状と運動を精密に模擬できるデジタルハ

ンドモデルを用いて、製品モデルに対し、仮想的なエル

ゴノミック評価による設計支援システムを開発すること

を目的とする。本研究では、研究期間内において、製品

の筐体や機構、UI に対する「操作しやすさ」を、操作

タスクに対する手指の力・トルク発揮効率の観点から、

定量的かつ仮想的に評価するシステムを実現するための

研究を行うものとする。また、実現したシステムのエル

ゴノミック評価システムとしての妥当性を、実被験者・

実製品を用いた実験により確認する。 

 本年度は、把持姿勢生成字における製品に対する手指

の接触領域導出手法の高精度化として、本シミュレーシ

ョンにおける、物体・ハンド間に仮想的に配置されたバ

ネ・ダンパ制御モデルを見直し、より安定したハンドモ

デルの制御および物体・ハンド間の干渉判定を実現した。

また、製品の操作タスクに対する「操作しやすさ」の定

量評価指標のモデル化に対する取り組みとして、手指操

作における筋発揮に関する手指の負担感を評価するため、

ハンドモデルに筋骨格構造モデルを付加する研究を行っ

た。また、上述の把持姿勢生成シミュレーションソフト

ウェアと、筋骨格シミュレーションソフトウェアとを連

携させることで、外力を含む手指動作における筋発揮効

率評価機能を実装した。さらに、上述した把持姿勢が人

間にとってありうる把持姿勢となっているかどうかを、

被験者実験により検証するため、被験者と同一寸法のデ

ジタルハンドおよびその把持姿勢を計算機上に再現し、

把持姿勢および把持時の物体とハンドモデルとの接触領

域を比較する手法を開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、把持姿勢、筋腱モ

デル、操作容易性 

 

［研 究 題 目］アパレルの質と国際競争力向上の基盤と

なる日本人の人体計測データベースの構

築と多角的分析 

［研究代表者］持丸 正明（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］持丸 正明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 アパレル製品市場が国際化する中で、フィッティング

の基盤となる人体寸法・形状データの収集、データベー

スの構築を行い、入手可能な海外の人体寸法・形状デー

タベースとの比較を多角的な視点で行うことを目的とす

る。産総研は、人体3次元形状のモデル化技術と、寸

法・形状計測の国際標準化の動向調査、さらに、海外の

人体寸法・形状データベースの獲得を担当している。平

成25年度では、ISO TC159/SC3/WG1で進められてい

る3次元人体形状計測の精度検証方法に関する標準化動

向（ISO 20685-2）に関する調査と、インドで実施計画

中の国家的人体計測の動向調査を実施した。インドでの

国家的人体計測は、アーメダバードにある National 
Institute of Design が中心となって進めている。平成25

年8月に同研究機関を訪問し、日本の人体寸法・形状デ

ータ収集の取り組みや計測方法、モデル化方法と応用事

例について紹介するとともに、インドの産業側のニーズ、

計測の現状について情報を得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、人間工学 

 

［研 究 題 目］イナーシャマッチングに基づく階段歩行

スキルの解明と大腿義足制御への応用 

［研究代表者］保原 浩明（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］保原 浩明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 日本には概ね1万人の大腿切断者が存在しており、そ

の多くが階段を歩けない点に不自由を感じている。その

ため、大腿切断者は健常者とは異なる身体技法によって

階段をゆっくりと昇る。結果として、昇段が可能にはな

るものの、見た目の不自然さから、こうした動きは切断

者が劣等感を抱くきっかけになっている。こうした大腿

切断者が両脚交互の昇段を行うためには、バッテリー駆

動型の動力義足の開発がある。しかしながら、こうした

最新の義足は既存の製品に比べると価格・重量・性能の

面で課題が山積している。そこで本研究の目的は、片側

大腿切断者における階段上昇能力改善・再獲得を目的と

したリハビリテーション法開発ならびに義足制作にとっ

て有用な情報を提供することである。そこで本年度は義

足による階段昇降ストラテジ解明の研究として、ひざ軸

の回転抵抗が非常に小さい膝継手を用いて切断者による

階段昇降を行った。その結果、遊脚時に特定のリズム

（速さ）での昇段が行われた場合、義足と階段の接触

（つまずき）がなく、遊脚動作が達成できる割合が高か

った。反対に遊脚動作がその特定のリズムから外れると、

失敗する傾向が見られた。これらの結果は、義足の運動

シミュレーションを行った際に示された結果と合致する

ものであり、義足の固有振動数によって適切な遊脚期の

速さがあることを意味している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］リハビリテーション、義足、人間計測 

 

［研 究 題 目］こどもの事故の発生要因の解析と予防－

地域、年齢、疾患特性の解析－ 
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［研究代表者］西田 佳史（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］西田 佳史、北村 光司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 0歳児を除いた、子どもの死因の第1～2位は、｢不慮の

事故｣である。死亡事故に繋がる前には、更に多くの事

故が存在している。本課題全体の目標は、子どもの事故

発生防止のため、以下の研究を実施することにある。 

1. 保育園・幼稚園の事故（ヒヤリハット経験を含め）

を一定の様式で集積する。 

2. 保育園・幼稚園の事故の内容・背景を関東首都圏と

地方都市（長崎県大村市）で比較する。 

3. 発達障害児外来・施設・教育現場を通し、発達障害

児の事故を、正常児の事故と比較検討する。 

4. 救命救急センターに搬送される事故症例を集積し、

保育園・幼稚園の事故と比較検討する。 

個々の事故に対し、人間工学的視点から事故背景を解

析し、一方、事故を起こした児に対して、発達心理学の

視点から、子どもの背景を分析する。最終的に事故防止

の方策・指針を作成する。この中で、産総研は、人間工

学的視点から事故背景を解析することを担当する。 

平成25年度は、保育所、医療機関に傷害サーベイラン

スの協力依頼を行い、保育所向け、医療機関向け傷害サ

ーベイランス用紙を配布し、データの収集を行った。こ

れまでに、34件のデータが得られた。まだ、統計分析が

行える十分なデータ量の蓄積までは至っていないが、記

入用紙を用いた情報取集が可能であること、協力保育所

とデータ収集の仕組みづくりができ、今後、得られた知

見をフィードバックすることで効果検証を行うためのフ

ィールドづくりができた。今後、データ量が確保されし

だい、地域比較、諸外国との比較などの比較研究を実施

する。また、得られた知見に基づいた、傷害予防啓発用

の教育コンテンツの作成を行う計画である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］傷害サーベイランス、子どもの傷害予防、

事故統計、施設安全、安全教育プログラ

ム 

 
［研 究 題 目］ロボット聴覚の実環境理解に向けた多面

的展開 

［研究代表者］加賀美 聡（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］加賀美 聡、佐々木 洋子 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 実環境で用いる聴覚に必要とされる機能としては、ど

こからどんな音がしているか、という時空間的な音理解

機能を備えることが重要である。本研究では、我々がこ

れまで提唱してきたモバイルオーディションの機能を発

展させ、低サイドローブ全方位望遠マイクアレイの研究

を進め、音源定位、分離、音声認識・音源識別などの各

手法の研究と、これを用いた環境の音地図作成・人間の

発見・生活行動のモデル化の研究を行う。 

 本年度は情報技術研究部門との連携により、開発して

きた無限混合ガウスモデルを利用した学習・識別手法を

動画の音声処理へ応用し、人の発話部分検出の機能を実

現した。 

 次に無限混合ガウスモデルを利用した学習・識別手法

を、音処理だけでなく、レーザー距離センサから得られ

た環境形状の学習と識別、移動体の追跡の結果からの行

動分類の2つの問題に応用し、それぞれ半教示ありでこ

との有効性と新規のクラスを識別および学習可能である

ということを確認した。さらに音源識別の成果を利用し

た移動音の追跡手法を多重仮説検定型のパーティクルフ

ィルタリングを用いて開発した。 

 これらの手法を音環境理解機能として発展させていく。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、時空間聴覚理解機能、マイク

ロホンアレイ、サービスロボット 

 

［研 究 題 目］InGaAs 系量子井戸におけるメゾスコピ

ック・スピン輸送効果の検証 

［研究代表者］川畑 史郎（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］川畑 史郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ラシュバ及びドレッセルハウス効果は，半導体低次元

電子系におけるスピン制御の基本的メカニズムとして興

味深く、スピン FET の実現、スピン量子ビットの制御、

スピン偏極流の創出及び検出等の応用や新たな物理の開

拓が期待されている。ところが、その機構の根幹を担う

ラシュバ、ドレッセルハウス係数の定量化は未解決の課

題となっている。そこで本研究においては、半導体ビリ

ヤードモデルに基づく半古典散乱理論と極低温電子輸送

実験を組み合わせることにより、ラシュバ及びドレッセ

ルハウス係数を定量的に評価するための基礎技術を確立

する。H25年度は昨年度開発した半古典カオスシミュレ

ーション手法を用いて磁気伝導度の実験データの解析を

行い、磁気伝導度の磁場依存性、ラシュバ係数の電圧依

存性の定量的再現に成功した。以上により半古典理論を

用いることによってパラメータ無しにスピン輸送特性を

再現できることが明らかとなった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］化合物半導体、スピントロニクス、カオ

ス、ラシュバ効果、アンダーソン局在 

 

［研 究 題 目］相変化材料のナノ秒領域における高速結

晶化温度特性の解明と多値記録への応用 

［研究代表者］保坂 純男（群馬大学） 

［研究担当者］桑原 正史（電子光技術研究部門） 
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（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 相変化メモリーは、熱により相変化材料を結晶—アモ

ルファス転移させ記録、消去を行っている。そのため、

消費電力の低減のため、記録部のサイズを小さくするこ

とは必須となっている。また、近年、相変化メモリーの

多値記録も注目されており、実現のためには相変化材料

のナノスケールの構造が鍵となっている。従って、ナノ

スケールの相変化材料の結晶構造や生成プロセスを解明

することは、今後のメモリー開発や設計に必要不可欠で

ある。本研究では、相変化材料のナノ構造作製と評価を

目的に研究を遂行中である。25年度は、ナノ構造作製を

主に行い、その形状に関して調べた。 

 基板に薄膜を作製し、加熱することでナノ構造の作製

を試みた。代表的な相変化材料として、Sb2Te3および

Ge2Sb2Te5を選び、これらをスパッタ法により、5nm の

厚さで高配向熱分解黒鉛（HOPG）基板に堆積させ、

その後アルゴン雰囲気中で加熱を行った。HOPG を基

板として選んだ理由は、面内で堆積物が自由に動けるこ

と、表面が原子レベルでフラットなため生成したナノ構

造の観察がし易いことである。200℃で2分間の加熱では、

ナノ微粒子が、250℃で5分間の加熱でナノニードルが生

成された。ナノ微粒子の場合、粒径が15nm 程度、ナノ

ニードルでは、直径15nm 長さ1µ程度のサイズである。

Ge2Sb2Te5の場合、200℃以下では、構造的な変化が余り

見られず、250℃でナノニードルが形成される。また、

300℃で30分程度加熱すると、ナノコラムが生成される。

HOPG の表面をスパッタリングで荒し、ダングリング

ボンドを表面に生成させた後、ナノニードルの生成をお

こなった。その結果、表面に無数のナノニードルが形成

されたことから、グラファイトのダングリングボンドが

ナノ構造生成に何かしらの役割を果たしていると考えら

れる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］相変化材料、不揮発メモリー、ナノ微粒

子 

 

［研 究 題 目］フォノン波束の生成・伝播の時間・周波

数実時間イメージングと量子制御 

［研究代表者］渡邊 幸志（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］渡邊 幸志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、空間位相変調器により波形整形した高強度

励起パルスを発生させ、強誘電体・グラフェンの格子振

動を非線形かつ非調和に励振し、それに伴う光子・格子、

電子・格子結合ダイナミクスを明らかにする。強誘電体

結晶においては進行及び後退するフォノンポラリトン波

束の伝播、グラフェンにおいては2 重共鳴ラマン過程に

より生成されたナノスケールフォノン波束の伝播の時

間・周波数実時間イメージングを行い、それらのコヒー

レント制御を実現することを目的としている。ここでは、

上述したグラフェンのフォノン波束伝播の次元性を明ら

かにするために、同素体であるダイヤモンド、特に2次

元的な同位体ダイヤモンド超格子構造おける次元性との

比較実験をおこなった。具体的には、13C ダイヤモンド

と12C ダイヤモンドの繰り返し積層構造を積層幅 Lw＝

10nm, 30nm, 600nm でマイクロ波プラズマ CVD 法に

よりホモエピタキシャル成長した。バンド端付近からの

フォトルミネッセンス観測でスペクトルの違いが観測さ

れ、現在追試実験および解析を継続している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］イメージング、光計測、フェムト秒 

 
［研 究 題 目］3次元磁場ベクトル測定用 SQUID 素子

の創成と低雑音化 

［研究代表者］日高 睦夫 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、前澤 正明、永沢 秀一、

北川 佳廣（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 SQUID 素子は、高性能の磁場測定装置として知ら

れ、ピックアップコイルに交差する磁束（コイル面に垂

直な磁場成分）を測定できる。しかしながら、コイル面

に平行な磁場の成分は、計測できなかった。本研究で

は、世 Nb 多層プロセスを利用して、互いに垂直な3つ

のコイルを積層構造で作製し、磁場の3次元ベクトルを

決定できる SQUID 素子を開発する。将来、本 SQUID
を走査顕微鏡に組込めば、スピントロニクス、ナノテク

ノロジー、生物物理まで波及効果を持つ局所磁場3次元

ベクトルマッピングが可能となる。本年度は、超伝導デ

ジタル回路用に開発され、多数の集積回路作製の実績が

ある Nb 多層回路プロセスを改良し、互いに垂直な3つの

ピックアップコイルを SQUID と同一基板上の積層構造

で実現する3次元 SQUID を作製するためのプロセスを

開発した。また、産総研の Nb プロセスを用いて

SQUID を作製し、3次元 SQUID に向けたデータの収

集を行った。現有の SQUID 顕微鏡に適合する1軸（Z
軸）ピックアップコイル SQUID チップを設計し、産総

研標準 Nb プロセスにより試作した。現有装置との適合

性を重視した回路と低雑音化を目指して SQUID ループ

をグラジオメータ型にした回路の2種類を作製した。並

行して、3軸立体コイル構造を実現する Nb 多層プロセ

スを構築した。このプロセスに基づいて、3軸ピックア

ップコイル SQUID チップを設計、試作した。本成果に

より、Nb 多層プロセスを用いて SQUID と同一基板上

に3次元ピックアップコイルを有する3次元 SQUID が作

製できる見通しが得られた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］SQUID 顕微鏡、3次元磁場ベクトル、 
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Nb 集積回路プロセス、3次元ピックア

ップコイル 

 

［研 究 題 目］多段ゲート電界放出電子源を用いたマイ

クロカラムの開発と電子線顕微鏡への応

用 

［研究代表者］長尾 昌善 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］長尾 昌善、吉澤 俊一 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は電子顕微鏡等に応用できる静電レンズと電界

放出微小電子源を一体形成したマイクロカラムを開発す

ることを目的としている。昨年度は、平成23年度に設計

したマイクロカラムを実際に作製し、その機能が設計に

かなったものであるかを調べるために、実際のマイクロ

カラムのビーム特性を測定した。その結果、ほぼ設計通

りの機能を持つマイクロカラムを作成できていることが

わかった。しかし、測定条件が400倍の拡大光学系であ

るとは言え、ビーム径40ミクロン程度と、電子顕微鏡の

マイクロカラムに応用するためには、まだビーム径が大

きい。そこで、より小さなビーム径を得るためにウエネ

ルト電極の検討を行った。ウエネルト電極の検討は、エ

ミッタティップ、ウエネルト電極、引き出しゲート電極

の構造を電子ビーム軌道解析により行った。電子源から

放出される電子ビームの所期放出角をできるだけ小さく

するにはウエネルト電極の高さをエミッタティップより

100nm 低くするのが良いことがわかった。エッチバッ

ク法を使って、エミッタティップとウエネルト電極の位

置関係を正確に制御し、実際にこの電極構造を作製した。

試作した3極構造のデバイスの電子放出特性とウエネル

ト電極の効果を測定し、初期発散角を制御することがで

きることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野 

［キーワード］フィールドエミッタ、マイクロカラム、

電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］シリコンナノ構造を基盤としたドーパン

ト原子デバイスの開発 

［研究代表者］品田 賢宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］田部 道晴、小野 行徳、品田 賢宏、

水田 博（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、半世紀以上にわたってシリコンテクノロジ

ーを支えてきたドーパントの概念を一新し、個々のドー

パント原子を利用したドーパント原子デバイスの開発を

目指している。1個のドーパント原子を用いたトランジ

スタを基本とし、さらに2個～数個を利用したメモリ、

単電子転送デバイス、フォトニックデバイスなどドーパ

ント原子デバイス群を開発する。並行してドーパント原

子導入プロセス、検出技術および第一原理計算によるナ

ノシリコン中のドーパント原子の物性研究を総合的に行

って、ドーパント原子デバイス工学の基盤を構築するこ

とを目的としている。具体的には、4つの研究項目：①1

～数個のドーパントによる各種デバイスを作製し、原理

検証、②第一原理計算を用いてナノ Si 中特有のドーパ

ント原子の電子状態およびキャリア輸送特性を明らかに

して、デバイス設計にフィードバック、③極低温ケルビ

ンプローブ顕微鏡（LT-KFM）および電子スピン共鳴法

（ESR）によってドーパント原子の検出と複合ドーパ

ントの電子状態を評価、④微細電子ビーム描画マスクを

用いたドーピングおよびシングルイオン注入などにより、

高精度ドーパント導入プロセスを確立する。H25年度は

以下の研究項目に取り組んだ。 

 研究項目④「ドーパント高精度導入プロセス・検出技

術」 
 シングルイオンドーピング精度を20nm～50nm に改

善するために、注入イオンの注入イオンの重イオン化、

低エネルギー化を図り、ストラグリング抑制を試みた。

具体的には、n 型ドーパントとして従来用いてきた P
イオンに代わり、より質量の重い As イオンを選定し、

かつ1価の As イオンの注入を可能にした（従来は、2価

の P イオン）。シミュレーション値で、深さ方向のスト

ラグリングは23nm から9nm、横方向のストラグリング

は28nm から7nm に大幅に抑制され、トランジスタの閾

値電圧評価からばらつきが抑制されることを実証し、ス

トラグリング抑制効果を確認した。また、複数のヒ素ド

ナーをアレイ状に注入することによって、複合ドナー特

有の電子輸送特性を観測した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］シリコン、ドーパント原子デバイス 

 
［研 究 題 目］百万画素サブミクロン分解能中性子ラジ

オグラフィのための固体超伝導検出器シ

ステム 

［研究代表者］日高 睦夫 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、前澤 正明、永沢 秀一、

北川 佳廣（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、サブミクロン分解能を持つ大画素中性子

ラジオグラフィにおいて、学術・産業の基幹技術として

大きな期待に答えるため、サブミクロン分解能・100万

画素・高フレームレート・全固体素子の実現を目指し基

礎研究を推進する。二硼化マグネシウム（MgB2）、あ

るいは、ニオブ（Nb）による超伝導ナノワイヤのリニ

アアレイ・システムを形成することで、ワイヤ中の同位

体10B と中性子の核反応熱を運動インダクタンスの変化

ΔLK として検出する一次元1000画素検出系の実現を目
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指す。Nb を用いる場合は、10B の核反応層を間に挿入

するサンドイッチ構造を取る。この一次元1000画素検出

系を2式、X 方向と Y 方向に直交させてイベントを同時

計測する。小さな運動インダクタンスの変化ΔLK を感

度良く測定するために単一磁束量子 SFQ 尤度判定回路

によるΔLK 検出と高速超低消費電力大容量読出しによ

り高フレームレートを実現し、中性子による実証実験を

行う。本年度は、ボロン（B）膜を X 方向および Y 方

向2層のニオブ（Nb）ナノワイヤでサンドイッチした検

出器と SFQ 読出し回路をハイブリッド化するための作

製プロセス開発を行った。SFQ 読出し回路は、Nb4層、

モリブデン（Mo）抵抗層、臨界電流密度10 kA/cm2の

Nb/AlOx/Nb ジョセフソン接合を用いた AIST 標準プロ

セス3（STP3）と呼ばれるプロセスで作製する。この研

究では、検出器と SFQ 読出し回路の接続部のプロセス

開発がキーとなる。STP3で COU（M3）層まで形成し

たのち、Mo と Nb を積層したナノワイヤ1を形成する。

引き続き B 膜をリフトオフで形成し、その上に Nb/Mo
からなるナノワイヤ2を形成する。ナノワイヤと SFQ
回路の接続は、層間絶縁膜成膜後 CTL（M4）層で行う。

本方法が SFQ 回路と検出器作製においてお互いに最も

影響を与えないプロセスである。本プロセスを用いてま

ず手始めに、下層ナノワイヤだけを形成したハイブリッ

ド回路を作製した。本試作では構造のテストを主眼とし

たため、B 膜の代わりに成膜が容易な SiO2を用いた。

また、中性子実験用に22mm 角チップに検出器のみの

作製も行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超伝導検出器、単一磁束量子素子、中性

子、ラジオグラフィー、イメージング 

 
［研 究 題 目］断熱モード単一磁束量子回路の導入によ

るサブµW マイクロプロセッサの研究 

［研究代表者］日高 睦夫 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］日高 睦夫、永沢 秀一、佐藤 哲朗、

伊坂 美千代（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、高速低消費電力で知られる単一磁束量子

（single flux quantum; SFQ）回路の極限的な低消費電

力化を目指す。断熱モード動作など低消費電力化への回

路的ブレイクスルーを中心に、アーキテクチャ、プロセ

スも含めすべての知見を導入することによって、SFQ
回路の消費電力は従来の1/400から1/100000に低減され、

冷凍機の電力を考慮しても半導体システムに対し強い競

争力が生まれることが期待できる。本研究では、これら

の技術を構築し、最終的に50µW 30GHz 動作16ビット

マイクロプロセッサの動作実証を行い、学術的にも未踏

領域となる高性能サブµW マイクロプロセッサを実現す

る基盤技術の確立を目的とする。本年度は、面積従来比

1/5のジョセフソン接合を集積回路プロセスに適用する

にために均一性、再現性の面から最も適した作製方法の

検討を行った。CMP 平坦化を用いる方法は、面積従来

比1/10以下の極微細接合を作製可能であるが、所望の均

一性、再現性を得るためにはより高度な装置が必要であ

ることがわかった。一方、コンタクトホール結合型円形

接合は、面積従来比1/5レベルの接合作製において集積

回路に適用可能なレベルの均一性、再現性が得られるこ

とを明らかにした。また、低消費電力 SFQ 回路を作製

し、横国大、名大に供給した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超伝導材料・素子、先端機能デバイス、

低消費電力、超高速情報処理、デバイス

設計・製造プロセス 

 
［研 究 題 目］変調ドープと結晶粒径極微制御による高

移動度・低熱伝導率ナノシリコン熱電材

料の創成 

［研究代表者］黒崎 健（大阪大学大学院） 
［研究担当者］内田 紀行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 シリコン（Si）は、毒性が低い、p 型・n 型の制御が

容易、低価格で高品質な材料が入手可能といった多くの

利点を有する一方で、バルク Si の熱電変換性能指数

（ZT）は最大でも0.2程度しかなく、実用化の目安であ

る ZT＝1には遠く及ばない。本研究では、高ドープし

た SiGe 合金から超高純度 Si に対して変調ドープを施

すとともに、両者の結晶粒径をナノスケールで精密に制

御する。これにより、イオン化不純物散乱に起因する低

キャリア移動度と、軽元素・単純結晶構造・共有結合に

起因する高格子熱伝導率といった Si が本来有する熱電

材料としての致命的な二つの欠点を一挙に解決する。最

終的には、室温から300℃までの温度域において ZT>1
を示すナノ Si 系バルク熱電材料の創成を目指す。 

研究計画・年度進捗状況： 

 SiGe/Si ヘテロ接合を作製し、変調ドープによる熱電

性能向上の原理実証を行うために、今年度は厚さ5-

10nm の SOI（silicon on insulator）基板の作製プロセ

スの構築と、SOI への電気的なコンタクト作製プロセ

スの選定、SiGe 層作製のためのスパッタ装置堆積の整

備を行った。熱酸化とフッ化水素溶液によるエッチング

を繰り返すことで、厚さ～10nm の SOI 基板を作製し

た。変調ドープを行うためには、SOI 層はドーパント

濃度が低い方が好ましく、極薄膜化も手伝ってコンタク

ト抵抗が高くなる。特に n 型の Si に対する低抵抗コン

タクトは難しいが、SOI と金属電極の間に、タングス

テン内包 Si クラスター（WSin）層を挟むことで、低抵

抗化することに成功した。 

［分 野 名］ナノエレクトロニクス 
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［キーワード］熱電変換、変調ドーピング、ヘテロエピ

タキシャル構造 
 

［研 究 題 目］Ⅲ‐Ⅴ族 p チャネル MOSFET のための

価電子帯エンジニアリングと界面双極子

制御 

［研究代表者］安田 哲二 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］宮田 典幸、前田 辰郎、小倉 睦郎、 

後藤 高寛（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 微細化が物理限界を迎える CMOS 回路へのⅢ-Ⅴ族

半導体等の高移動度チャネル材料の導入が近年真剣に検

討されているが、プロセスの複雑化を避けるためには、

p チャネルと n チャネルに同じ材料を用いて CMOS 回

路を構成することが望ましい。Ⅲ-Ⅴ族半導体を用いた

n チャネル MOSFET については良好なデバイス特性が

既に達成されており、p チャネル MOSFET の高性能化

が強く求められている。本研究は、ホール有効質量が比

較的小さなⅢ-Ⅴ族半導体を用いて高性能 pMOSFET の

実現を目指すものであり、今年度はこれまでの検討によ

り有望な材料であることが判明した GaSb に着目して

研究を進めた。 

 GaSb 上の MOS 界面制御に関して、GaSb（001）面

及び（111）面について超高真空の MBE 環境にて各種

再配列表面を調整した上に HfO2/GaSb 構造を作製し、

表面構造が MOS 界面特性に及ぼす影響を検討した。そ

の結果、Sb 被覆率が小さい GaSb（111）A-（2×2）表

面上で界面準位密度が最も低くなり、初期表面の Sb 被

覆率と界面準位密度との相関が示された。更に、量産に

適した絶縁膜形成手法である原子層成長を用いて、

GaAs 基板上に GaSb 層をエピ成長した基板上に

Al2O3/GaSb 構造を作製する場合について、成長前処理

が MOS 特性に与える影響を調べた。その結果、真空アニ

ールにより GaSb 表面酸化膜を脱離させることで界面

準位密度が1012cm-2eV-1の前半程度の界面を得ることが

でき、この MOS 構造を用いての pMOSFET 動作を確

認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］Ⅲ‐V 族化合物半導体、MOSFET、 

界面制御 
 
［研 究 題 目］超伝導光子検出器の多画素化のための広

帯域・広ダイナミックレンジ読出回路 

［研究代表者］神代 暁 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］神代 暁、平山 文紀、山森 弘毅、 

永沢 秀一、日高 睦夫、福田 大治、

佐藤 泰、山田 隆宏（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体検出器の30倍優れたエネルギー分解能を持ちな

がら、受光面積が2桁以上小さいゆえに応用の限られて

いた超伝導転移端検出器（TES）カロリーメータの受

光面積拡大に必要な、多画素 TES からの読出信号の極

低温下での周波数多重化技術を開発する。昨年度、共振

器電極にニオブ（Nb）を用いた素子の読出雑音が、従

来型 TES 読出用 SQUID 多重回路の報告値に比べ約40

倍悪かった理由として、動作温度4K において Nb の電

極損失が大きく共振 Q 値が3×103と予測値に比べ低い

ことが考えられた。今年度は、超伝導転移温度が Nb に

比べ約2倍の窒化ニオブ（NbN）を共振器電極に用いた

素子を作製し、共振 Q 値の5倍化、入力換算雑音電流 IN

の1/7倍化に成功した。得られた IN＝31pA/√Hz は、

本方式研究の先駆機関である米国標準研究所の報告値よ

り良い。また、IN の読出マイクロ波電力依存性を系統

的に調べ、主要雑音源と寄与度を明らかにした。その結

果、標記は、マイクロ波漏洩防止用ローパスフィルタ内

の抵抗で発生する熱雑音が支配することを解明した。さ

らに、各々の主要雑音源に対し、既存技術の範囲内で可

能な対策を施すことにより、将来的に、従来型多重回路

の報告値に匹敵する IN<5pA/√Hz に到達可能であるこ

とを明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、計測・計

量標準 
［キーワード］超伝導、ジョセフソン素子、マイクロ

波、マルチプレクス（周波数多重）、セ

ンサ、放射線計測 
 
［研 究 題 目］決定論的ドーピング法による量子物性制

御 

［研究代表者］品田 賢宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］品田 賢宏、谷井 孝至、井上 耕治 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、10nm 以下の領域へのドーピングを実現

し、次世代デバイスに適応可能な決定論的ドーピング法

の確立を第1の目的とし、単一ドーパントシリコンデバ

イス、単一シリコン-空孔ダイヤモンドデバイスをはじ

めとする量子デバイスの物性制御を第2の目的としてい

る。単一ドーパントの3次元規則配列が最終目標である。

具体的には、3つの研究項目：①「10nm 以下の領域へ

の単一ドーパントドーピングプロセスモジュールの開

発」、②「単一ドーパントシリコンデバイス量子輸送」、

③「単一ドーパントシリコン－空孔ダイヤモンド量子発

光」に取り組む。H25年度は以下の研究項目に取り組ん

だ。 

 研究項目①「10nm 以下の領域への単一ドーパントド

ーピングプロセスモジュールの開発」 

 10nm 以下の領域への単一ドーパントのドーピングを
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可能とするために、電子線リソグラフィによってチャネ

ル領域に10nm 以下の単一孔を有するレジスト形成を試

みた。3次元アトムプローブ法によってドーパントの注

入分布を評価するためのスキームを構築した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］決定論的ドーピング、 

ドーパント規則配列、シリコン量子物性、

ダイヤモンド量子物性、 

3次元アトムプローブ 

 
［研 究 題 目］ジョンソン雑音温度計のための集積型量

子電圧雑音源 

［研究代表者］山田 隆宏 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］山田 隆宏、浦野 千春、日高 睦夫、

前澤 正明、山澤 一彰、金子 晋久 

（常勤職員6名） 
［研 究 内 容］ 

 ジョンソン雑音温度計測法（JNT）による熱力学温

度測定の不確かさを低減し、科学・産業基盤である温度

精密計測技術向上に寄与することを目的とする。測定の

高精度化、低コスト化、利便性向上のため、JNT 装置

の主構成要素である量子電圧雑音源（QVNS）を制御機

能とともに超伝導集積回路技術により1チップに集積す

ることを提案する。本研究では、この集積型 QVNS を

ベースにしたプロトタイプ JNT 装置を開発し、2つの

温度定点（水の三重点、ガリウム融点）における熱力学

温度を不確かさ10ppm 以下で測定することを目指す。 

 集積型 QVNS 回路は、超伝導特有の磁束量子化現象

を利用した究極的な高精度性とクロック周波数10GHz
以上の高速性を併せ持つデジタル・アナログ混載回路で

ある。その性能を最大限発揮するための高度な回路技術

が必要である。 

 平成25年度は、集積型 QVNS の3要素回路である、擬

似乱数発生器、可変長パルス数増倍器、電圧増倍器の開

発を行った。本研究では、安価な回路設計用 CAD ソフ

トを導入し、既存の超伝導回路用ライブラリと設計ツー

ルを本 CAD 上に移植し、超伝導回路向けの安価な統合

設計環境を構築した。さらに、集積型 QVNS の要素回

路設計を行った。世界最高レベルの信頼性をもつニオブ

超 伝 導 回 路 の 作 製 実 績 豊 富 な 、 産 総 研 の 設 備

（CRAVITY）と技術により回路を作製した。要素回路

チップを液体ヘリウムに浸して冷却し、回路動作評価を

行った。一部不安定な個所は見られたものの、集積型

QVNS の要素回路の基本動作試験に成功した。また、

精密温度測定に向けた測定系の基本設計、低雑音増幅器

等の部品調達についても行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   
［キーワード］ジョンソン雑音温度計、熱力学温度、量

子電圧雑音源、ジョセフソン効果、超伝

導集積回路 
 

［研 究 題 目］次世代高移動度チャネル材料向け全窒

化膜ゲートスタック技術の研究 

［研究代表者］前田 辰郎 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］前田 辰郎、安田 哲二 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、次世代チャネル材料として有望視さ

れている Ge の MOS 構造作成技術において、金属性と

絶縁性を兼ね備えた HfNx という窒化膜に着目し、“金

属性 HfN／絶縁性 HfNx/Ge-MIS 構造”というシンプル

なゲートスタック構造の可能性とその電気的なポテンシ

ャルを検証することである。このゲートスタック構造

は、酸化雰囲気を嫌う高移動度チャネル材料に非酸化環

境を提供するとともに、化学組成の観点からも最もシン

プルなゲートスタック構造であるという特徴を有する。

今年度はデバイス化プロセスの開発と、その評価を重点

的に行った。その結果、単一金属 Hf ターゲットを用い

た反応性 DC マグネトロンスパッタリング法にて、

Ar/N2流量比のみの変化で、金属性 HfN（抵抗率349µΩ
・cm）／絶縁性 HfNx（Eg=2.9eV）/Ge-MIS 構造を作

製できることが明らかになった。さらに、絶縁性 HfNｘ

は、比誘電率が20以上の High-k 材料であり、Ge と良

好な界面（界面準位密度 Dit＝mid×1012cm-2eV-1）を形

成することが判明し、目的とした構造が実現できること

がわかった。また、製作した Ge-MIS 構造は、酸素の

混入が無く、500℃まで熱的に安定であることから、窒

素組成比の制御のみで、シンプルに、耐熱性の高い全窒

化膜 Ge-MIS 構造を製作できることがわかった。得ら

れた成果は、応用物理学会等で速やかに外部発表を行

い、高移動度チャネル材料向けの新しいコンセプトのゲ

ート構造ということで注目を浴びている。当初計画より

も素子作製において大きく進展があり、素子の電気的特

性の評価の重要性が増している。電気的評価の高速性を

高めるためのスイッチマトリクス装置を導入すること

で、研究の加速させている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］半導体、ゲート絶縁膜、ゲート金属、 

窒化薄膜、スパッタリング 

 

［研 究 題 目］イオンビームによる細胞へのドーピン

グと細胞機能修復 

［研究代表者］品田 賢宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］品田 賢宏、朝日 透 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、申請代表者らが半導体物性制御用に世界
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に先駆けて開発した単一イオン注入技術（イオンを1個

ずつ数10nm の精度で注入可能）を応用して、ドーパン

ト原子を生きた細胞に注入し、細胞機能修飾を試た。具

体的には、慢性関節リウマチ治療に効果が知られている

Au、抗がん剤シスプラチンに含まれる Pt ヒントを得

て、細胞へのドーピングを実施、生きた細胞に対する注

入効果の検証に着手した。細胞機能修飾を通じて生命現

象を解明し、半導体用に開発されたイオン注入法の細胞

生物学分野への新展開を図り、創薬分野に資することを

研究目的とした。具体的には、3つの研究項目：①生き

た細胞へのドーピング効果の検証、②細胞レベルでの治

療 に 有 用 な 元 素 の 探 索 、 ③ ナ ノ 毒 性 学

（Nanotoxicology）への展開に取り組んだ。 

 研究項目②「細胞レベルでの治療に有用な元素の探

索」 

 生きたがん細胞（HeLa）を凍結させた状態で Au イ

オンを注入し、アデノシン三リン酸（ATP）量の測定を

通じて、ドーピング効果を検証した。その結果、未注入

の細胞と比べて約50%ATP 量が増加することを確認し

た。また、Ge の細胞への有用性を見出し、Ge イオン

注入実験に着手した。 

 研究項目③「ナノ毒性学（Nanotoxicology）への展

開」 

 本研究手法は定量性に強みを有する。通常、元素種に

依らず細胞への過剰暴露はアポトーシスをもたらすこと

が常識となっている中で、特に微量元素の導入が可能で

有り、生きた細胞へのドーピング効果の確認を得て、創

薬だけでなく、半導体製造で多用される As ドーパント

の細胞への影響検証など毒性学に資するツールを提供で

きることを実証した。国際半導体テクノロジーロードマ

ップ（ITRS）が章を設置して関心を寄せる環境・安全

・健康（ESH）に対して、本研究手法の有用性を確認

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞機能修飾、ドーピング、イオン注入 

 

［研 究 題 目］原子層シリサイド半導体を用いたドー

ピング制御 

［研究代表者］内田 紀行 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］内田 紀行、岡田 直也 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究課題では、Si 表面上で遷移金属内包 Si クラス

ター（MSin）を単位構造とする原子層シリサイド半導

体を形成し、MSin の性質を利用することで、原子レベ

ルの急峻性で1021-1022 cm-3の超高キャリア密度を実現

し、フェルミレベルコントロール可能な原子層シリサイ

ドと Si との界面準位を持たない接合形成、電界や電荷

注入による原子層シリサイドのバンドギャップ制御を実

証することで、Si ナノエレクトロニクスの革新的な要

素技術の開発を目指す。 

研究計画・年度進捗状況： 

 今年度は、極薄 SOI（silicon on insulator）基板上に

WSin 層をヘテロエピタキシャルし、WSin 層の2次元的

なキャリア輸送特性を評価した。WSin（n＝～10）を低

ドープ p 型の厚さ12nm の SOI 基板（9 Ωcm）上に堆

積して、400-500℃で熱処理により Wsin（n～10）を単

位構造とする厚さ1nm 程度のヘテロエピタキシャル層

が作製できたことを走査型透過電子顕微鏡観察で確認し

た。SOI 基板を用いるために、フッ化水素溶液処理に

よる清浄化を行い、表面平坦化プロセス温度も低温化

し、デバイス作製プロセスに実装できる WSin/Si ヘテ

ロ接合の形成手法を確立した。Hall 測定の結果、WSin

層が、8.3-8.8cm2/Vsec の移動度を持ち、6.5-8.1×

1019cm-3の電子密度を持つ n 型半導体であることが判っ

た。これは、これまでに WSin/Si の接合特性の解析か

ら得られた、WSin 層が、1.7×1019cm-3以上の電子密度

を持つ原子層シリサイド半導体材料であるという描像と

一致した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］遷移金属内包 Si クラスター、原子層シ

リサイド半導体、ヘテロエピタキシャル

成長 

 

［研 究 題 目］固体ゲート絶縁体を利用した電界効果

による強相関酸化物の電子相制御 

［研究代表者］浅沼 周太郎 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］浅沼 周太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、強相関酸化物の一種であるモット絶縁体が示す

金属－絶縁体（MI）転移を電界により制御することで

素子を流れる電流を制御するモットトランジスタの研究

が進んでいる。モットトランジスタは、金属に匹敵する

大量の電子が関与する電子相転移を利用することから、

素子サイズを半導体素子の微細化限界以下に微細化して

も動作することが予想されている。また、理論的には、

スレッショルド係数（S 値）が低く、僅かな電荷ドープ

で相転移を誘起出来ると考えられている。 

 本研究では、強相関酸化物である Ni 系ペロブスカイ

ト酸化物（Nd, Sm）NiO3をチャンネルに、high-k 材

料である La2O3や HfO2をゲート絶縁体に用いた電界効

果トランジスタ（FET）を作成し、室温近傍で電子相

制御を実現することを目的とした実験を行っている。 

 今年度は HfO2を原子層堆積法（ALD 法）を用いて製

膜すると同時に、チャンネルの膜厚及び形状、ゲート絶

縁層の膜厚及び形状、及びゲート電極の形状を変化さ

せ、そのときの素子特性の変化を測定する実験を行っ
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た。測定の結果は、HfO2層の静電容量は最大で2µF/cm2

（@1Hz）程度、電圧耐性は最大で6MV/cm 程度であ

り、昨年度以前に作成した特性とほとんど変わらない値

であった。FET のドレイン電流のゲート電圧依存性に

関しても昨年度以前の実験結果とほとんど変わらなかっ

た。これらの結果はチャンネル、ゲート絶縁層、電極の

膜厚及び形状を変化させても素子の特性が向上しなかっ

たことを示しており、電子相制御を実現するには、ゲー

ト絶縁層である HfO2層そのものの特性を向上させる必

要があることを示唆している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］強相関酸化物、モットトランジスタ、金

属絶縁体相転移、電子相制御、薄膜 

 

［研 究 題 目］液中レーザー溶融法における間接発生プ

ラズマのゆらぎ変調の試み 

［研究代表者］石川 善恵（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石川 善恵（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、我々が独自に開発中の「液中レーザー溶

融法」における「間接発生プラズマ」の時間的・空間的

ゆらぎをレーザー照射条件で変調し、粒子生成プロセス

の制御を試みることを目的とした。間接発生プラズマは

液中に分散させた原料ナノ粒子にナノ秒パルスレーザー

光を照射することで原料ナノ粒子のみを選択的に加熱溶

融し、その熱が液相中に拡散する際に界面において引き

起こされる液相分子の急速加熱による熱分解によって発

生すると考えられる。そこで本研究ではこの目的を達成

するために分光学的手法を用い、種々のレーザー照射条

件における過渡的変化の検証を試みた。当初の計画では

発生するプラズマの分光的な解析を行う予定であったが

測定が困難であったため、レーザー照射により黒体放射

と考えられる発光の分光測定を行い、レーザー照射によ

る反応空間の温度とレーザーフルエンスの関係について

調べた。ナノ秒パルスレーザー光を照射した際の照射方

向に対して垂直方向の分散液からの発光を、照射パルス

からゲート遅延200ns、ゲート幅300ns の条件で分光器

を付属した ICCD カメラにて測定し、得られたスペク

トルをプランク式に近似することで粒子および反応空間

の温度を評価した。見積もられた温度はレーザーフルエ

ンスの増加に従い上昇し、照射後に溶融によると考えら

れる球状化が確認できたレーザー条件化ではホウ素の融

点である約2350K を超えると評価された。これらの検

証より、本プロセスでは比較的弱いエネルギー密度のパ

ルス照射によっても原料粒子の溶融が起こっていること

が初めて実験的に示唆された。他に液中レーザー溶融法

において凝集状態が生成粒子サイズに及ぼす影響とその

制御方法として電解質を分散液に添加する方法を提案し

た。また、混合原料粒子の分散液へのレーザー照射によ

り複合化合物の合成を試みた。酸化チタンと炭酸マグネ

シウムの混合粒子に対して波長355nm のナノ秒レーザ

ーを照射したところ、酸化チタンの溶融液滴と炭酸マグ

ネシウム固相粒子との界面での反応により MgTi2O5の

生成が生成することを確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］サブミクロン粒子、液中レーザー溶融法 

 

［研 究 題 目］低環境負荷化学プロセスのための金属‐

有機ナノチューブハイブリッド触媒の創

製と応用 

［研究代表者］青柳 将（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］青柳 将、小木曽 真樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 反応をより温和な条件で効率よく進行させる触媒反応

は低環境負荷な有機反応プロセスの実現に向けて、欠く

ことのできない手段の一つである。特に不均一系触媒は

反応後の分離の容易さから極めて有用である。金属イオ

ンには酸化反応に対して触媒能を示すものがあることか

ら、アミノ酸と脂肪酸から合成されるペプチド脂質

（L）と金属イオン（M）から自己集合する金属錯体タ

イプ有機ナノチューブ（M-ONT）は不均一系酸化触媒

への応用が期待できる。ペプチド脂質とコバルトイオン

から形成する Co-ONT がスチレンの水中、過酸化水素

によるベンズアルデヒドへの酸化反応において高い触媒

活性を示すことを見出した。反応はスチレンと過酸化水

素水、この Co-ONT 触媒を40℃で混合撹拌するだけで

進行する。また同条件において、ベンジルアルコール、

1級、2級アルキルアルコール、α,β-不飽和アルコール、

フェノール誘導体、アルキルベンゼンといった基質の、

対応するアルデヒド、ケトン、キノンへの酸化反応を触

媒することを見出した。さらにスチレンの酸化反応にお

いて室温でも触媒活性を示すことを明らかにした。すな

わち、Co-ONT 触媒が有機溶媒を必要としない、穏や

かな条件で種々の有機物を酸化する触媒であることを示

した。 

 Co-ONT を構成するペプチド脂質とコバルトイオン

は理論上2:1のモル比で錯形成しうるが、Co-ONT の組

成を分析したところ、2：0.17とコバルトイオンが理論

値よりはるかに少量であった。また透過型電子顕微鏡観

察から、Co-ONT は4～5層二分子膜構造であることが

確認された。従って少量の Co イオンが高い活性で反応

を触媒していると推測される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］自己集合、ナノチューブ、配位錯体、金

属、不均一系触媒、酸化反応 

 

［研 究 題 目］有機ナノチューブの基礎特性評価と高機

能化 

［研究代表者］小木曽 真樹（ナノシステム研究部門） 



研 究 

(724) 

［研究担当者］小木曽 真樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、グリシルグリシンを結合したペプチド脂質

が形成する多様な自己組織化体の中でも特に有機ナノチ

ューブに注目し、形成機構の解明や基礎物性の評価など

の基礎研究と、高機能化や複合材料化などの応用研究を

同時に推進する相乗効果により、「自己組織化ナノ材料

の学術領域の発展」と、「有機ナノチューブの高機能化

による世界で初めての実用化」の両面で高い成果を得る

ことを目的とするものである。 

 平成25年度は、基礎研究の項目としては、大学との共

同研究を引き続き行う中で、有機ナノチューブやその他

の自己組織化ナノ構造体の弾性率を評価し、自己組織化

の形態、水素結合様式、配位した金属種などで弾性率が

変化することを明らかにした。また、重金属等へ結合力

を高めた新たな脂質分子を設計し、数種類の新規有機ナ

ノチューブを開発することに成功した。応用研究の項目

としては、主に高機能化有機ナノチューブの大量合成、

他の有機･無機材料との複合化の検討を進めた。有機ナ

ノチューブへの磁性ナノ粒子吸着やニッケルメッキを行

う簡易な製法を開発することで、磁性や導電性をもつ有

機ナノチューブを大量合成することに成功した。また、

ゲル化、シリカハイブリッド化などの複合材料化にも成

功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］有機ナノチューブ、自己組織化、複合材

料 

 

［研 究 題 目］空間的拘束下でフラストレートした液晶

の秩序形成とダイナミクス 

［研究代表者］福田 順一（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］福田 順一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 平行平板間の薄い空間に閉じ込められたキラル液晶に

ついて、実際の実験に近い表面配向条件（アンカリン

グ）のもとでどのような秩序構造を形成するかを連続体

理論に基づく数値計算によって遣唐使、これまで検討を

行った別種のアンカリングのもとで生じる構造のみなら

ず、バルクのコレステリックブルー相の構造に比較的類

似した別の構造が、適切な温度や平行平板間距離のもと

で生じることを見いだした。またそれらの秩序構造の光

学的性質（より具体的には、光がどのように反射される

か）を平面波展開を用いた数値計算によって調べ、実験

によって得られた性質をよく再現できることがわかった。 

 また、コレステリックブルー相を示す液晶からなる平

行平板セルの電場応答のダイナミクスについても検討を

行った。液晶という非一様非等方な媒質中の静電ポテン

シャルに関するポアッソン方程式を効率よく解くスキー

ムを開発し、櫛場電極が生成する面内方向かつ非一様性

の強い電場下におけるコレステリックブルー相液晶の振

る舞いを数値的に調べ、電場のセル厚方向の非一様性に

起因した応答の強い空間依存性を明らかにした。 

 その他の問題として、サイン波状の溝中に液晶を閉じ

込めた際に生じるジグザグ状の線欠陥が、キラリティを

有する物質の溶け込みによってどのように構造を変化さ

せるかを簡単なモデルに基づいて調べ、実験的に見いだ

されたジグザグの非対称な振る舞いを良く再現すること

を見いだした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］液晶、キラリティ、連続体シミュレーシ

ョン、欠陥、コレステリックブルー相、

電場応答、溝 

 

［研 究 題 目］潰瘍性大腸炎治療を指向したカーボンナ

ノチューブによる経口投与薬物送達 

［研究代表者］中村 真紀（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］中村 真紀、湯田坂 雅子 

（常勤職員1名、契約職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、潰瘍性大腸炎の治療を目指して、カーボ

ンナノホーン（CNH）による治療薬の経口投与薬物送

達を行うことを目標とする。昨年度はまず、薬剤キャリ

アとして従来法で開孔した CNH を用い、動物実験によ

る検討を行った。その結果、構造修飾などを施した新た

な薬剤キャリアの開発が必要であると判断した。今年度

は、それを受けて、過酸化水素を用いた CNH の構造修

飾（CNH への酸化型官能基の導入）について、詳細な

検討を行った。 

 レーザーアブレーション法により生成させた CNH 集

合体には、ホーン型の CNH に加えて、層数の少ないグ

ラファイト様シート（Graphite-Like Thin Sheet, 
GLS）が含まれる。この CNH 集合体を室温で一定時間

（1時間～28日）過酸化水素に浸漬させた。その結果、

カルボキシル基、カルボニル基、キノン基などの酸化型

官能基が、GLS 端部、GLS 平面部、CNH 開孔縁部、

CNH 壁などに生じた。また、酸化型官能基の種類や量

は浸漬時間により変化した。特に1時間という短時間の

浸漬では、GLS 端部が選択的にカルボキシル化するこ

とが判明した。今後、この酸化型官能基を反応部位とし

て利用し、構造修飾を試みる予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ材料、ナノホーン、経口投与、潰瘍

性大腸炎、薬物送達 

 

［研 究 題 目］色素分子組織化ナノチューブの光捕集ア

ンテナ機能を利用した光触媒システムの

構築 

［研究代表者］亀田 直弘（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］亀田 直弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(725) 

 天然の光合成においては、約200個のクロロフィル分

子により吸収・捕集した太陽エネルギーが、100%に達

する量子効率のエネルギー移動を通じて1個の反応中心

に集められる。π電子系芳香族分子をナノ構造体へと自

己組織化させ、人工光合成システムを構築する取り組み

が盛んに行われている。一方、研究代表者らは的確なデ

ザインを施した合成脂質分子が液相中で自己組織化し、

チューブ状ナノ構造体（ナノチューブ）を形成すること

を見出している。本研究では、色素部位を連結した脂質

分子から色素分子組織化ナノチューブを構築し、その光

捕集アンテナ機能を利用した光触媒システムの構築を目

指した。 

 合成糖脂質分子と芳香族ボロン酸の脱水縮合反応より

得られるボロン酸エステル糖脂質分子、及び芳香族ボロ

ン酸自身の脱水縮合反応により得られるボロキシンから

ナノチューブを形成させることに成功した。ナノチュー

ブのナノチャンネルに CO2を還元可能な光触媒として

Re 錯体をカプセル化したところ、ナノチューブ膜壁内

に高密度に集積・配向した色素部位の励起エネルギーが

Re 錯体に移動した。エネルギー移動の効率はほぼ100%
に達した。カプセル化した Re 錯体を直接励起した場合

と比較し、エネルギー移動を利用してカプセル化した

Re 錯体を間接励起した方が数倍高い触媒活性を示した。

また、この光触媒活性は、Re 錯体単独の均一溶液系と

比較しても高かった。ナノチューブのナノチャンネル内

で Re 錯体の光触媒活性を増強させることに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］自己組織化、有機ナノチューブ、光捕集

アンテナ、光触媒 

 

［研 究 題 目］社会的インプリケーティングによる生物

規範工学体系化 

［研究代表者］石田 秀輝（東北大学） 

［研究担当者］阿多 誠文、関谷 瑞木、安 順花 

（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

① 社会との双方向コミュニケーションに基づくバイオ

ミメティクスのテクノロジーガバナンス 

 今日科学技術と社会のインターフェイスで起きてい

る様々な問題は、市民が科学技術を理解していないこ

とよりも、科学技術の研究開発に携わる者が社会を理

解していないことから起きている場合が多い。新興の

学際的科学技術の研究開発には、社会との双方向コミ

ュニケーションに基づくテクノロジーガバナンスが不

可欠であり、その実践のツールとしてバイオミメティ

クスの研究開発と社会受容の促進に活用してきたのが

PEN である。PEN の一次配信先は1450に達した。30

の民間企業団体、学協会、内閣府をはじめとする政府

関係各省庁、公的研究機関や大学、企業、メディア、

企業、個人等へ毎月電子版で配信される。バイオミメ

ティクスの国際標準化の国内審議団体であるバイオミ

メティクス研究会が置かれている高分子学会からは、

2万人の会員に2次配信されるようになり、バイオミメ

ティクスの研究開発動向や国際標準化の動向も広く共

有できる体制が整ってきた。またバイオミメティクス

に関する国際標準化のニューズレターも、PEN 編集

室で原案の作成を行っている。 

② バイオミメティクス国際標準化活動 

 ISO/TC266 Biomimetics の WG3 Biomimetic 
Structural Optimization のエキスパートとして、ま

たバイオミメティクスの国際標準化国内審議委員会の

主査として、日本のバイオミメティクスに関する研究

開発とその産業化にとって重要な戦略課題である国際

標準化に取り組んできた。 

③ バイオミメティクスに対する意識調査 

 バイオミメティクスの社会インプリケーションの取

り組みの一環として、バイオミメティクスに対する理

解の程度を把握するため、20歳～69歳の男女1000人を

対象としてインターネットでアンケート調査を実施し

た。バイオミメティクスのようなエマージングな研究

開発分野においては、社会に対するアカウンタビリテ

ィに留まらず、さらに積極的にアウトリーチ活動を展

開していくことが極めて重要であることを、これらの

結果は端的に示している。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］バイオミメティクス、国際標準化 ISO/ 
TC266 Biomimetics、JISC 国内審議会、

テクノロジーガバナンス 

 

［研 究 題 目］キラルブレンステッド酸触媒による制御

システムの理論的検討 

［研究代表者］内丸 忠文（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］内丸 忠文、都築 誠二 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 プロリンの誘導体である有機分子触媒ジアリールプロ

リノールシリルエーテルは、多くの有用な有機反応に対

して優れた不斉触媒となることが報告されている。また、

同触媒を用いる不斉触媒反応は、医薬品や医薬品候補化

合物の合成においても鍵反応として巧みに利用されてい

る。しかしながら、同触媒の反応における位置選択性や

立体選択性、あるいは不斉識別のメカニズムに対する理

解は必ずしも充分ではない。そこで、実験的手法による

解析と並行して、計算化学的手法による解析を行うこと

によって不斉触媒反応における制御機構を明らかにする

ことを試みる。すなわち、ジアリールプロリノールシリ

ルエーテルの不斉触媒反応システムの制御因子を分子レ

ベルで理解し、触媒の性能向上や目的に即した触媒の創

製に向けた設計指針を導き出すことを目指している。 
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 25年度には、ジアリールプロリノールシリルエーテル

の不斉触媒反応の反応中間体について、計算化学的手法

による詳細な構造解析を行った。この解析結果に基づい

て、プロリノール系シリルエーテル触媒の不斉反応にお

ける反応中間体の構造や、その動的挙動を的確に予測す

るための方法論を確立した。さらに、ジアリールプロリ

ノールシリルエーテルの触媒性能の向上や、同触媒を用

いる新たな不斉反応の創製に向けた触媒の分子設計指針

を導き出すことができた。また、触媒反応の選択性には

弱い分子間相互作用も影響あたえることがあるが、弱い

分子間相互作用を密度汎関数法で計算する際の精度はよ

く分かっていない。そこで、基底関数系や汎関数の選択

が密度汎関数法で計算したπ/π、CH/π相互作用の計

算に与える影響について詳しい解析を行った。 

［分 野 名］ナノテクノノジー・材料・製造   

［キーワード］有機分子触媒、計算化学、不斉触媒、不

斉反応 

 
［研 究 題 目］高移動度を示す有機トランジスター中の

キャリアの電子状態とダイナミクス 

［研究代表者］下位 幸弘（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］黒田 新一（名古屋大学）、田中 久暁

（名古屋大学）、下位 幸弘 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 有機電界効果トランジスタ（FET）のデバイス界面

に注入された電荷キャリアを電子スピン共鳴（ESR）

法によりその場観測することで、キャリアの電子状態や

ダイナミクスをミクロに解明する。高移動度を示すチエ

ノチオフェン系など多様な低分子系および高分子系有機

半導体を用いた FET を系統的に測定することにより、

分子構造に依存したキャリアの波動関数やダイナミクス

とその温度依存性、界面近傍の分子配向を決定し、有機

FET 界面における伝導機構の解明を行う。さらに、イ

オン液体などによる高濃度のキャリア注入を実現し、キ

ャリア相互作用によるスピン転移や金属転移などを探索

する。実験と理論の協力により研究を進めることで、高

性能有機 FET の設計指針を得るとともに、有機 FET 界

面における新規な物性の開拓を目指す。 

 本課題の産総研担当部分の研究として、平成25年度に

以下の研究をおこなった。(1)密度汎関数法を用いて有

機半導体の g 値を理論的に計算し、本課題の実験グル

ープで得られた ESR 実験との比較を行った。具体的に

は、高分子 F8BT や低分子 C10-DNTT について、モデ

ル化して計算を行った。(2)新たに開発された有機結晶

構造の理論的予測法を用い、有機半導体等の結晶構造予

測を行った。ペンタセンなどについて、化学構造式から

実測の結晶構造を予測することに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］有機半導体、電子スピン共鳴、有機電界

効果トランジスタ、結晶構造予測、密度

汎関数法 

 

［研 究 題 目］構造化ゲルと化学反応場の協働による運

動創発 

［研究代表者］有村 隆志（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］有村 隆志、向井 理 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 計画班として参画し、発足から2年目となる新学術領

域研究「分子ロボティクス」は、個別の材料やデバイス

を「いかにシステムとして組み上げるか」に重点を置い

て、人工的な分子システムを構築する方法論の創成を目

指す新しい学術領域である。サーカディアンリズムを有

する生体は、外部から受け取るエネルギーと生体内で散

逸するエネルギーが一定の均衡を保つことで、細胞レベ

ルから一個体に至るすべての階層において、自律神経、

膜電位、心臓拍動等の自律的機能を有するアクティブゲ

ルである。生体系で発現されている複雑かつ精密に組み

立てられた時空間機能を、人工的に組み上げることがで

きれば、生体を模倣したアクチュエータや自律歩行する

ゲルロボットや自律駆動ポンプなどの実現が期待できる。

スライム班においては、分子ロボットの「スケールの拡

大」を目的として、ゲル反応場で構成されるスライム型

分子ロボットを開発することを目的としている。今年度

は、架橋剤を含む高分子ニッパムゲルの反応場を、鉄錯

体フェロインを触媒とするベロウソフジャボチンスキ反

応を用いて膨潤収縮の自律運動させることに初めて成功

した。振動周期は7分で、継続時間は6時間であった。ま

た、分子反応場環境中の濃度勾配をセンシング可能な分

子システム、および自律運動の可能なアクティブゲルの

設計・合成を試みた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］分子ロボティクス、アクティブゲル、レ

オロジー制御、ベロウソフジャボチンス

キ反応、概日リズム 

 

［研 究 題 目］コロイド結晶の応力変形 

［研究代表者］森田 裕史（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］森田 裕史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年コロイド等の粒子材料についての研究が、機能材

料の観点から盛んに行われている。一方で、コロイドの

利用のため、コロイドが凝集した結晶についての応用研

究の模索も始まっている。コロイドやコロイド結晶の材

料を用いようとした場合、それ自体の変形等によってそ

の機能等に影響を及ぼすことも考えられるが、このコロ

イドの変形について扱った研究は従来ほとんどなかった。

そこで、本研究では、実験と理論（数値）解析を組み合

わせることで、その粒子の変形について解析を行い、変
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形のメカニズムについて、研究を行っている。 

 昨年度は、実験より、(a) Micro-bricks 型、(b) 

Micro-dobbers 型、(c) Micro-runner beans 型の3つの

変形構造が観測され、それらの構造について理論解析を

行い、伸張方向と水平な長さについて、一部が解析でき

ていないことを報告した。本年度は、変形構造の理論解

析について再度見直した。理論解析について、コロイド

結晶を最密充填の六方格子状に粒子が並んだ構造を仮定

するところまでは同じだが、そこからコロイドどおしの

接着を考え、一部の部分が変形しないことを仮定して、

再度解析を行った。結果として、接着して変形しない部

分と変形できる部分という効果を含めた解析により、一

部を除き実験の結果を理論的に再現できるようになった。

このことから、このようなコロイド結晶の変形には、一

部の接触部の効果が重要であることが示された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］コロイド結晶、アフィン変形、界面 

 
［研 究 題 目］生体膜における不均一構造のダイナミク

ス 

［研究代表者］関 和彦（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］関 和彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生体膜は数十種類の脂質で構成されており、多数のス

テロールなども含まれ、これらが生体膜内で不均一に分

布している。特定の脂質が集まったドメインが形成され、

シグナル伝達などの役割を果たしていると考えられてい

る。脂質膜は一般に脂質の疎水性の炭素鎖を向かい合わ

せた2重膜構造を取っている。ドメインは、2重膜のどち

らかの膜にのみ存在する場合と、両方の膜で結合して存

在する場合がある。本研究では、生体膜の2重膜構造に

注目し、二重膜の結合や周囲の溶媒も含めた流体力学的

効果を考慮してドメインの拡散運動を理論的に研究した。

どちらか一方の膜のドメインの拡散係数に及ぼす、2重

膜の結合の効果を理論的に求め、実験およびシミュレー

ションで得られている結果と比較検討した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］自己組織化、脂質二重膜、不均一構造 

 

［研 究 題 目］生物多様性を規範とする革新的材料技術 

［研究代表者］下村 政嗣（東北大学） 

［研究担当者］大園 拓哉（ナノシステム研究部門）

（常勤職員1名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 本新学術領域研究の目標は、生物学・工学・環境科学

の異分野連携によって、「生物多様性」に学び「人間の

叡智」を組み合わせた新しい学術領域としての「生物規

範工学」を体系化し、技術革新と新産業育成のプラット

フォームとなる「バイオミメティクス・データベース」

を構築するとともに、生物学と工学に通じた人材を育成

することを目的としている。本領域は、7つの計画班と

総括班から構成され、総括班には、計画班メンバーから

なる実施グループ、評価グループ、産学連携グループ、

ならびに事務局を置き、以下等の実施を開始した。 

(1) 各計画班内ならびに班間における異分野融合を効果

的に推進するために、主として若手の連携研究者・大学

院生を対象にした連携研究課題の募集と支援を行う。 

(2）「バイオミメティクス・データベース」作成の進捗

を勘案しつつ、ポータルサイトの運用計画を立てる。

(3)「生物と工学の融合」を主題とする講習会を開催す

る。(4) バイオミメティクス国際標準化の国内審議・認

証機関である高分子学会や関連の学協会との密な連携の

もと、海外における実用化、産業化など研究開発動向を

収集分析する。(5) 領域国際会議、分科会および全体会

議を開催する。(6) 本領域の研究成果や国内外の研究動

向を発信するホームページを設置する。(7) 博物館が有

する生物資源を効率的にデータベース化するため、博物

館ネットワーク形成の検討を始める。(8) 博物館機能を

利用して、市民講座や定期刊行物等による市民向け情報

発信を図り、我が国の科学・技術を文化として育むこと

に資するとともに、次世代人材育成に寄与する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］バイオミメティクス、データベース、生

物規範工学、自己組織化 

 

［研 究 題 目］生物毒素に対する分子認識素子の創製と

効果的な除染法の開発 

［研究代表者］瀬戸 康雄（科学警察研究所） 

［研究担当者］鵜沢 浩隆（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、糖誘導体をシリカモノリス担体

に導入した生物毒素吸着材を開発する。本年度は、リシ

ン吸着に適した糖認識素子を選定するために、モデルに

毒素擬剤を用い、セラミド型合成糖鎖とのアフィニティ

ー解析を行った。まず、ラクトース、N-アセチルガラ

クトサミンなど数種類のセラミド糖誘導体をセンサ基板

表面の金薄膜に SAM 法により固定化した。次に、擬剤

を用い、各糖誘導体に対するアフィニティー定数

（Ka）を SPR により求めた。その結果、これらの糖誘

導体のうち、ラクトースに対する Ka が最も大きく、そ

の値は1010M-1のオーダーに達した。従って、ラクトー

スをシリカモノリス担体に導入すれば、標的毒素を効率

よく吸着・除去可能であると期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］テロ対策、分子認識、認識素子、機器分

析、生物毒素 

 

［研 究 題 目］第一原理分子動力学法による構造サンプ

リングと非平衡ダイナミクス 
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［研究代表者］大谷 実（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大谷 実、Nicephore Bonnet 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 密度汎関数理論に基づく第一原理分子動力学法を用い

て、原子間相互作用の非調和性が本質的に重要となる大

きな原子変位を伴う物理現象の予測と、非平衡ダイナミ

クスの解明を目指す。具体的には、分子／電極界面での

電子移動による再配置エネルギーと電子移動度、固液相

変化とナノスケールでの相関や揺らぎ、固液界面の電気

化学反応をターゲットとする。本年度は分子／電極界面

のモデリングを向上するため、有効遮蔽媒質（ESM）

法の拡張を行った。 

 ESM 法では、電極1-溶液-真空-電極2という構造を

用いて電極1,2間に電位差を印加する。従来の ESM 法

では溶液－電極2の間に一定の真空領域が必要であり、

電圧を印加した場合にその真空領域で電圧降下が起き、

実際にシミュレーションが行いたい構造（電極1－溶液

－電極2）における電極間電位の決定が難しかった。そ

こで、方程式の解法を工夫して真空領域を除く拡張を行

った。これにより、より現実的な電池モデルの構築が行

え実験環境に近い状況でのシミュレーションが可能にな

った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］グラファイト薄膜、グラフェン、密度汎

関数法 

 

［研 究 題 目］第一原理有効模型と相関科学のフロンテ

ィア 

［研究代表者］三宅 隆（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］三宅 隆、石橋 章司、平山 元昭 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 密度汎関数法と強相関模型解法を融合した手法を発展

させ、強相関物性解明に必要な方法論の確立と応用を目

指す。強相関物質の金属絶縁体転移や競合するゆらぎを

第一原理的な手法で非経験的に理解した上で光電子分光、

光学スペクトルなどの励起構造に現れる強相関効果を解

明し、実験結果との比較検証を進める。とりわけ誘電応

答、交差相関に関する第一原理からの知見を得て、スピ

ン軌道相互作用と電子相関効果の競合と絡み合いが生む

物理を解明する。H25年度は制限 RPA による第一原理

有効模型の導出において、自己エネルギーを差し引いた

バンド構造から出発する改良法を開発した。この方法で

は密度汎関数法の交換相関項が GW 近似の自己エネル

ギーで置き換えられ、その低エネルギー成分が差し引か

れる。鉄系超伝導体 FeSe と FeTe へ適用した結果、自

己エネルギーの波数依存性が有効模型のバンド構造と軌

道エネルギーに大きく影響することがわかった。また

FeSe における反強磁性の不安定性と関連物質 FeTe の

反強磁性の安定性を説明した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］計算科学、電子相関 

 

［研 究 題 目］単分子素子の機構解明を先導する機能性

π電子系の創製 

［研究代表者］中村 恒夫（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］中村 恒夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 単分子による、p 型あるいは n 型特性をもつと推定さ

れる多様な分子材料を合成し、その金属電極架橋構造を

実測により確認するとともに、その伝導特性をシミュレ

ーションで調べることで、用途に応じた、機能性π電子

系の設計を行うことが目的である。我々は、シミュレー

ション及び理論解析を担当し、合成された分子物性と接

合系の伝導特性を評価する。本研究では、我々が開発し

た電気伝導計算プログラム HiRUNE を用いて、チオフ

ェン系の多脚アンカーを持つπ共役分子の伝導計算を行

い、その伝導特性が p 型であることを示すと同時に、

チオフェンの S 原子置換によるアンカーと共役分子の

留め金と、力学的安定性、伝導物性変化を議論した。一

連の結果は合成担当の研究グループにフィードバックさ

れ議論しているところである。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］第一原理シミュレーション、有機エレク

トロニクス材料 

 

［研 究 題 目］知能分子ロボット実現に向けた化学反応

回路の設計と構築 

［研究代表者］小林 聡（電気通信大学） 

［研究担当者］原 雄介（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、分子デバイス群を統合して動作させ

る分子ロボットの知能中枢を担う、核酸をベースとした

化学反応回路の構築を通じて、知的な動作が可能な分子

ロボットを設計・構築する方法論の確立に取り組んでい

る。本研究では、核酸をベースとした化学反応回路を内

包した高分子ゲルの開発を目指して、新規ゲルアクチュ

エータの合成検討を行った。また分子ロボットの駆動変

位を制御するため、ゲルアクチュエータの設計に関して

理論およびシミュレーション手法を用いた研究を、他班

と連携して行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］高分子ゲル、アクチュエータ、核酸、分

子ロボット 

 

［研 究 題 目］ナノ構造形成・新機能発現における電子

論ダイナミクス 

［研究代表者］土田 英二（ナノシステム研究部門） 
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［研究担当者］土田 英二（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は新学術領域研究「コンピューティクスによる

物質デザイン」の一環として行っているもので、物性科

学とハイパフォーマンスコンピューティング分野の密な

協力を進め、京コンピュータやその後継機のような大規

模な計算機環境を活用することで前例のない規模の第一

原理シミュレーションを行うことを目標としている。最

近は以下のような項目について研究を進めている。 

(1) リチウムやマグネシウムを電荷のキャリアとする電

解質系は高性能次世代電池の開発において重要な役割

を果たすと期待されている。昨年度より運用を開始し

た「京コンピュータ」を活用して、このような系の大

規模な第一原理分子動力学計算を行った。具体的には、

LiBH4, Li2O-B2O3, Mg(BH4)2 等の固体及び液体系

について計算を進めた。特に多価イオンであるマグネ

シウム系の場合には伝導が起きにくいため、陰イオン

（BH4）を AlH4
-で置換する等の操作を加えることで

伝導を促進することを目指した。 

(2) 現在、計算機システムの性能評価法としては

LINPACK が良く知られているが、これは巨大な行列

演算であり、どのアーキテクチャでも比較的性能が出

易い。一方、実際のアプリケーションではより複雑か

つ小規模な演算における性能が重要であるため、

LINPACK で評価した結果とはしばしば解離すること

があり、不都合である。このような観点から、最新ア

ーキテクチャを持つシステム（京コンピュータ、イン

テル系 CPU/GPU 等）において、より現実的な条件

の下で性能評価を行った。測定した中で単位コア当た

りの性能が最速のチップは Haswell であった。ノー

ド単位で見た場合には、インテルのアクセラレータ

（Xeon Phi）が限られた条件の下で高い性能を出せ

ることを確認したが、Xeon E5サーバーの方が総合的

に見て優れた性能を発揮することが分かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］シミュレーション、京コンピュータ、第

一原理計算 

 

［研 究 題 目］量子多成分系分子理論システムの構築お

よびプロトニクス・ポジトロニクスへの

展開 

［研究代表者］長嶋 雲兵（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］長嶋 雲兵（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在の量子化学理論は主に化学結合を支配する電子状

態の理論に偏っているが、本プロジェクトでは、電子に

加え、水素結合に重要な役割を果たすプロトンや医療応

用がすでに始まっている陽電子、µオンなど量子多成分

系を取り扱う事が可能な分子理論の開発と応用を行う。

産総研グループは陽子に注目し、水素結合と H/D 同位

体置換による幾何学的同位体効果の解析を行うために、

経路積分分子動力学（PIMD）シミュレーション技術の

開発と応用を行っている。 

 本年度は、昨年度実行した塩素負イオン水和クラスタ

ーに加えフッ素負イオン水和クラスターの構造にたいす

る、核の量子効果と H/D 同位体置換に関する幾何学的

同位体効果を解析した。また温度依存性のみの効果を見

るために、核の量子効果を含まない古典的分子動力学シ

ミュレーション（CMD）もあわせて実行した。 

 核の量子効果を含む PIMD の構造分布は CMD のそ

れに比べ広く、またその平均構造は、重原子間の距離が

短くなっている。この結果からは核の量子効果はポテン

シャル面をより浅くするため構造分布の広がりを与え、

平均構造の違いからイオン－水間のイオン性水素結合お

よび、水－水間の水素結合両者を強める効果があること

が判った。また H/D 同位体置換による幾何学的同位体

効果は、H の場合に比べイオン－水間のイオン性水素

結合および、水－水間の水素結合両者を弱める傾向があ

ることが判った。これは、D の方が核の広がりが小さ

く、電子を核中心に多く引きつけるため、D の正電荷

が H のそれに比べ小さくなるからである。また D 置換

した場合、イオン－水間のイオン性水素結合の弱まり方

のほうが大きいため、結果的に水－水間の水素結合が重

要となる第二水和圏の形成が促進されることが観測され

た。また、フッ素のイオン－水間のイオン性水素結合に

比べ塩素のそれは弱いため、塩素イオン水和クラスター

の場合は先の D 置換の場合と同様、相対的に水－水間

の水素結合が重要となる第二水和圏の形成が促進される。

これは、塩素陰イオン水和物のように比較的通常の水同

士の水素結合に近い、弱いイオン性水素結合を持つ水和

物は、水の水素結合をより強固にするという実験的知見

を支持する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］水素結合、同位体効果、ポジトロン、μ

オン、核の量子効果 

 

［研 究 題 目］水素結合型有機誘電物質における強誘電

性光制御の理論 

［研究代表者］下位 幸弘（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］岩野 薫（高エネルギー加速器研究機 

構・物質構造科学研究所）、下位 幸弘 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 いわゆる水素結合型強誘電体はその強誘電分極の大き

さから圧電素子・光学素子として注目されているが、こ

れまでの理論では水素の自由度に加え、せいぜいその他

の構成原子の変位を考慮して強誘電性を議論するのみで

あった。本研究では、クロコン酸結晶などの有機分子結

晶を具体的に想定してπ電子分極と水素自由度の密接な

関わりを初めて理論的に明らかにすることを中心的なテ
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ーマとする。特に、実験的に報告されている光励起後の

高速な強誘電消失を、2次元水素結合ネットワークの上

の光励起を契機とする集団的プロトン移動、あるいは、

異種ドメイン成長と捉えた新概念を提案する。さらに、

1次元およびその他の2次元水素結合型有機誘電物質にお

いて予想されるダイナミックスと比較することで、この

概念の普遍性を検証するとともに幾何学的ネットワーク

構造の違いから生じる差異について検討し、ひいては新

たな光制御の可能性について考察する。 

 平成25年度には、観測されている光学伝導度スペクト

ルを理解するために、従来の1分子計算を拡張し、分子

クラスターに対して局在基底および時間依存密度汎関数

法に基づく計算を行った。1分子の場合よりも観測され

たスペクトルにより近い結果が得られ、クラスター計算

の有用性を確認した。その一方で、1分子の計算におい

て得た励起状態特性は定性的には同じであることを確認

し、これまでの予想通り、すなわち、電子遷移が引き金

になり水素原子の再配置が起き得るという考えがやはり

有望であることがあらためて分かった。また、静電場下

での計算もおこなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］強誘電体、クロコン酸、水素結合 

 

［研 究 題 目］分子アーキテクトニクス：単一分子の組

織化と新機能創成 

［研究代表者］浅井 美博（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］浅井 美博（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 新学術領域研究「分子アーキテクトニクス：単一分子

の組織化と新機能創成」の総括班活動を行った。新学術

領域「分子アーキテクトニクス」では整流特性等を示す

単一分子素子のネットワークを構築し、ナノエレクトロ

ニクスに特徴的な電気特性のノイズやばらつき現象を理

解し、それらに対してロバストなエレクトロニクスを実

現する為の基礎学理を構築する事を目標として掲げてい

る。その為に、自然ノイズを利用した（パワー投入が不

要な）確率共鳴や、シナプス模倣素子や脳型計算を実現

する為の材料学理の構築などを行う。この目標に向かっ

て、化学、物性物理、情報科学、電子工学等の異分野の

専門家が結集しているのが本領域であり、異分野間の研

究協力をはかる為の企画や異なる分野の専門家間の調整

を行った。また本領域の関わる研究分野において振興活

動を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］分子エレクトロニクス、ナノエレクトロ

ニクス、ノイズ、ばらつき、シナプス模

倣、脳型計算、確率共鳴 

 

［研 究 題 目］乱流摩擦抵抗低減のためのポリマー溶出

界面の研究開発 

［研究代表者］安藤 裕友（独立行政法人海上技術安全

研究所） 

［研究担当者］増田 光俊、和田 百代 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 船舶運航における乱流摩擦抵抗の低減は、その省エネ

ルギー化に貢献する。ポリマー等の添加による流体抵抗

低減はトムズ効果として知られているが、船舶等の外部

流れ場では実用化されていない。一方、船底塗料技術を

応用してソフトマター層を固液界面近傍に形成させるこ

とで、摩擦抵抗低減の可能性が示されている。しかし実

用化にはポリマー・塗料系の新規界面の構築やポリマー

自体の性能向上が必要である。本研究では異分野連携に

より、界面の流れ場とポリマー分子状態を計測し、ポリ

マーの溶出、拡散、流体への作用を明らかにする。これ

らの結果を基に、ポリマーと乱流の相互作用としてのト

ムズ効果のメカニズムを解明し、適切な特性をもつポリ

マーとソフトマター界面構築の基礎を確立することを目

的とする。 

 溶解過程における抵抗低減効果について、ポリマーサ

イズの変化との相関を検討するために、ポリマーに対し

て時間経過毎の抵抗低減効果と分子量および回転半径を

計測した。その結果、ポリマー溶解初期過程では重合時

に生じるポリマー鎖の絡み合い等に由来する会合物が存

在し、これによって低減効果が増大していることが示唆

された。一方、ポリマーを良く溶解した場合は、会合物

が解離して同時に低減効果が減少した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］乱流、流体摩擦、抵抗低減、トムズ効果、

ポリマー、溶出 

 
［研 究 題 目］生物規範界面デザイン 

［研究代表者］大園 拓哉（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大園 拓哉、黒川 孝幸、平井 悠司、

小林 元康（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 生物の「動き」とその「制御」は、生物表面－環境の

界面が持つ作用である。様々な環境に適応した多様な生

物群を考えると、その環境下での生物の運動、物質交換、

情報獲得のために進化した個性豊かな界面構造、その動

き、制御機構が存在する。最近になってバイオミメティ

クスの観点からその一部の原理が調べられ、抽出された

概念が工学へ応用されるようになってきた。そのなかで

本研究では、変形能を有する界面凹凸形状と液体に濡れ

た（ウェット）界面に特に着目し、そのトライボロジー

機能と構造・変形の関連を人工的な材料系を構成するこ

とで調査し、生物の事例にも学びながら、より一般的な

学理を導き出す。さらにその結果を、社会ニーズの実現

の観点から応用し、特にスイッチング可能なトライボロ

ジー特性（吸脱着能、摩擦力の増減能）を有する界面を
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開発することを目的とする。そのため生物の体表面など

に見出されるウェットかつ可逆的に変形可能な微細構造

を模倣した材料を創製し、それらの構造が摩擦や潤滑、

接着など表面特性に与える影響を明らかにすることで、

表面・界面の機能を自在に制御（スイッチング）可能な

新しい技術や原理の創出を目指している。生物特有のウ

ェットかつ柔軟な材料（ソフトマテリアル）のトライボ

ロジー特性を明らかにすることは学術的にも極めて重要

であるが、そのためには高分子科学、無機化学、トライ

ボロジー、付着・接着学、海生生物学、界面メカニクス、

非線形科学、機械工学など当班員がカバーする幅広い異

分野連携・異分野融合によって研究を進めている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］バイオミメティクス、トライボロジー、

生物規範工学、自己組織化 

 

［研 究 題 目］高分子粗視化シミュレーションによるソ

フトアクチュエータ材料の物性とダイナ

ミクス 

［研究代表者］森田 裕史（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］森田 裕史（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、原雄介氏らによって精力的に開発・応用

展開されている自励振動ゲルについて、高分子粗視化モ

デルを用いてモデル化し、シミュレーションを行うこと

で、自励振動ゲルの膨潤・収縮挙動について解析を行う

ことを目的に研究を行っている。このためには、いかに

ゲルをモデル化するのかという点と、モデル化したゲル

が現実のゲルの特徴的な現象を再現できているのかとい

う点、さらに自励振動ゲルのように膨潤・収縮を繰り返

す変形のダイナミクスがモデルで表すことができるのか

という点、これらの問題点がクリアになるかどうかがカ

ギとなる。 

 本年度は、散逸粒子動力学法を用いた高分子鎖の粗視

化モデルを用いてゲルをモデル化し、そのモデルを用い

て、自励振動ゲルの第1版のモデル化を行った。元来自

励振動ゲルは BZ 反応に従って、変形する。第1版の自

励振動ゲルモデルでは、この反応が sin 型のような反応

状態となると仮定し、膨潤・収縮に関わるパラメータを

sin 型で変化させることでシミュレーションした。結果

として、周期的に膨潤・収縮を表すことができることを

示すことができた。また、ゲル自体のモデル化について

も、伸張されたゲルの再膨潤現象を表すことができるか

どうかでチェックしたところ、本モデルで記述できたこ

とから、ゲルの特徴的な現象も再現できることが示され

た。次年度は、これらの結果を踏まえて、より現実に近

い自励振動ゲルの第2版のモデル化を行う予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ゲル、シミュレーション、膨潤、収縮 

 

［研 究 題 目］ナノ接合での熱電変換と局所加熱、熱散

逸の第一原理シミュレーション 

［研究代表者］中村 恒夫（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］中村 恒夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 第一原理電気伝導計算方法を用い、ナノ分子ワイヤー

や有機薄膜－電極接合から、酸化物半導体材料まで、広

くヘテロ接合系の電気伝導シミュレーションを行うとと

もに、量子伝導理論に基づいた、フォノン熱輸送計算方

法を開発し、第一原理計算プログラムに実装を行った。

これらを用いて、精密計測との比較を行いながら実在系

分子・分子膜－電極接合複合構造体の非平衡電気伝導を

解明した。 

 また、上記手法を発展させ、接合系の熱電変換物性

（ゼーベック係数や、熱電性能指数 ZT）を第一原理か

ら計算するスキームを同じくシミュレータに組み込んだ。

二核金属有機錯体分子からなる分子膜の長距離伝導特性

を利用し、その有機熱電材料への展開を理論計算のみか

ら初めて提案した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］第一原理シミュレーション、非平衡伝導

理論、ナノエレクトロニクス 

 

［研 究 題 目］高度歯科医療のための液相レーザープラ

ズマ技術の開発 

［研究代表者］大矢根 綾子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大矢根 綾子、坂巻 育子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 研究代表者らはこれまでに、液相レーザープラズマ技

術を利用して、エチレン－ビニルアルコール共重合体

（EVOH）基材に対する部位特異的なリン酸カルシウ

ム形成技術を開発してきた。この技術では、リン酸カル

シウム過飽和溶液中に設置された EVOH 基材の表面に、

非集光の Nd-YAG パルスレーザー光を30分間照射する。

その結果、EVOH 基材表面のレーザー光照射領域のみ

にリン酸カルシウムが形成される。本リン酸カルシウム

形成技術は簡便（1段階）かつ迅速（30分以内）である

ことから、生体材料の製造・表面改質技術としての応用

が期待される。 

 本研究では、EVOH 基材だけでなく、レーザー光吸

収性を示す他の高分子基材および金属材料基材にも、上

記のリン酸カルシウム形成技術を適用できることを明ら

かにした。基材のレーザー光照射面に形成されたリン酸

カルシウムの形態、構造、および量は、基材の種類と照

射条件（照射時間、エネルギー密度など）によって異な

っていた。また、高いレーザー光吸収性を示す金属材料

では、高分子材料に比べより低エネルギー密度・短時間

の照射条件下で、基材のレーザー光照射面にリン酸カル

シウムが形成された。レーザー光照射による溶液環境お
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よび基材表面の変化を調べたところ、基材のレーザー光

吸収による溶液の局所的温度上昇、ならびに基材の表面

酸化反応（マイクロ形態変化を伴う）が、リン酸カルシ

ウム形成反応に寄与していると考えられた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］リン酸カルシウム、コーティング、バイ

オミメティック、過飽和溶液、レーザー 

 

［研 究 題 目］微小錐台におけるエバネッセント光の結

合効果による自然放射光の指向性 

［研究代表者］王 学論（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］王 学論、天野 建（電子光技術研究部

門）、戸田直也（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高い空間指向性を持つ発光ダイオード（LED）の実

現は様々な応用分野において強く望まれている。我々は

微小リッジ構造におけるエバネッセント光­伝播光変換

現象の研究において、発光領域をリッジ構造の中心に局

在させることによって、光はリッジ軸に直交する面内に

おいて高い指向性を持って放出される現象を見出した。

本研究は上記現象を利用したもので、その目的はエバネ

ッセント光の結合現象を円錐台構造において発現させる

ことによって、全ての方向において高い空間指向性を持

ち、しかもその指向性は目的や応用に応じて自由に設計

できる革新的高指向性・高効率 LED を実現することで

ある。平成25年度では、InGaAs/GaAs 量子井戸を発光

層に用いた GaAs リッジ構造の作製および発光特性評

価を行った。具体的に、まず、フォトリソグラフィーお

よびウェットエッチングによって InGaAs/GaAs 量子井

戸を幅200nm のストライプに加工した。次に、上記試

料上に GaAs を有機金属気相成長法により再成長し、

その表面を平坦化させた。最後に、ストライプ状の

InGaAs 量子井戸が上部平坦面の中心に来るように

GaAs リッジを形成した。得られた試料の発光強度の空

間分布を角度分解フォトルミネセンス法で評価したとこ

ろ、発光は40～50度の指向角を持ってリッジの上部平坦

面の垂直方向に強く指向して放射されていることが分か

った。これにより、本研究で提案した指向性制御の原理

が初めて実証された。また、微小円錐台の作製に関して、

エッチングのマスクを従来のフォトレジストから SiO2

膜に変更することによって、AlGaInP 円錐台の作製に

初めて成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］発光ダイオード、指向性、錐台構造、エ

バネッセント光、結合 

 

［研 究 題 目］蛍光体ナノ結晶の合成と EL デバイスへ

の応用 

［研究代表者］伯田 幸也（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］伯田 幸也、陶 究、大原 基広 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、粒子径を制御された希土類元素ドープ型の

ペロブスカイト蛍光体ナノ結晶の合成と得られたナノ蛍

光体の素子、デバイスへの応用の可能性を明らかにする

ことを目的とする。 

 最終年度である本年度は、高輝度ナノ結晶の合成法の

確立および分散型 EL 素子の低電圧発光を目的とした。

はじめに、ペロブスカイト蛍光体のひとつである

CaSrTiO3:Pr 系ナノ粒子（以下 PCSTO）の発光強度を

高めるため、水熱合成条件の精緻な最適化を行った。特

に、原料溶液中のアルカリ土類金属（Ca, Sr）濃度と

チタニアゾル濃度との原料比および水酸化カリウム濃度

に焦点をあてて合成実験を行い、生成物の発光特性の評

価を行った。その結果、アルカリ土類金属イオン濃度過

剰、かつ、弱アルカリ性の条件で合成することで、生成

物の発光強度は、原料調整前の合成物よりも約10倍が増

加することができた。これは生成物の化学組成の均質化

によると考えている。さらに、得られたナノ粒子を

1000℃で焼成したところ、量子効率は12%に達し、バル

ク体と同程度の発光性を有するナノ粒子を得ることがで

きた。 

 さらに、得られたナノ粒子を用いて EL 素子開発を行

った。ナノ粒子を溶媒に分散させたのち、透明導電膜処

理した基板状にスピンコート等で粒子膜厚12～50µm の

試験 EL 素子を作製した。周波数50～1kHz, 印加電圧5

～500V の電界下での EL 発光挙動を観察したところ、

膜厚12µm の素子からは、5V の低電圧下であっても発

光挙動を観察でき、低消費エネルギーEL 素子デバイス

へ応用できる可能性を確認できた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造分野   

［キーワード］ナノ蛍光体、ペロブスカイト、超臨界水

熱合成 

 

［研 究 題 目］気－液界面を起点として合成されるゼオ

ライト AFI の配向自立膜 

［研究代表者］小平 哲也（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］小平 哲也、池田 拓史（コンパクト化

学システム研究センター）、阪本 康弘

（大阪府立大学・21世紀科学研究機構）、

関口 ちか子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 多孔質結晶の一種であるゼオライト AFI（内径0.73 

nm の一次元細孔を有する多孔質結晶）の配向自立膜は

研究代表者が本研究課題前に発見したものであり、支持

基板不要な合成環境で得られる。本研究目標は、この配

向自立膜の形成過程の解明と高品質配向自立膜合成条件

の探索である。次の目標として、軽量であるが機械的強

度に劣る自立膜に対し、従来とは異なる発想に基づく機

能の付与・利用法の開発を行うことである。 
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 既に自立膜形成の起点は気－液界面近傍であり、溶液

自身も相分離を起こし、AFI 結晶の原料成分が次第に

沈降するゲル層と水が主成分である上部透明層からなる

ことが明らかとなっている。自立膜はこの相分離界面で

形成・成長する。 

 本年度は、合成反応可視化装置を使った反応過程が出

発原料組成や反応条件にどのように依存するかを検討し

た。自立膜形成は溶液濃度と相関があり、また溶液の高

粘性度合いを印可圧力の制御により明瞭に可視化するこ

とにも成功した。このほか、新規な用途開発を目的に、

吸着可能な機能性ゲスト物質の探索を通じ、AFI の吸

着能がその化学組成（固体酸）に依存することを見いだ

した。この固体酸点への選択吸着を利用し、酸点の結晶

内分布を可視化する方法を見いだした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ゼオライト、配向自立膜 

 
［研 究 題 目］錯体分子超構造膜の構築と量子効果発現 

［研究代表者］石田 敬雄（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石田 敬雄、大山 真紀子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 25年度はルテニウム錯体分子膜に関して1）2種類のル

テニウム錯体を交互に積層した多層膜；2）1種類のルテ

ニウム錯体を用いて錯体間に挿入する錯イオンの種類を

変えた多層膜の量子効果発現を狙った研究を行った。

１）についてはジルコニウムイオンを介して交互多層膜

が形成できたが顕著な量子効果や電子移動能の変化は確

認できなかった。しかし2）の多層膜について、ジルコ

ニウム以外に鉄やスズなどの金属イオンで良質な多層膜

が形成され、鉄イオンの場合に量子効果に基づく長距離

電子移動能の向上や光学特性の変化が観察された。特に

鉄イオンの場合には、鉄イオンが膜中に挿入されたため

に特徴的な光学吸収スペクトルからも短波長側に特異的

な吸収が生じた。この電子状態の生成が電子移動能にも

良い影響を与えたと考えられる。鉄イオンの場合にはジ

ルコニウムイオンの場合の3倍の電子移動能が得られた。

また本年度は電子移動能測定用電極の最適化や C60をル

テニウム錯体単分子膜に埋め込む効果についても実験を

行った。導電性高分子電極の最適化により電子移動能計

測の精度が高まり、C60の内包でもルテニウム錯体分子

膜の光電変換特性が向上したことを確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］表面コーティング、分子素子、超分子、

自己組織化 

 

［研 究 題 目］新規炭化ホウ素ナノワイヤの熱電物性計

測及び伝導機構解明による廃熱発電素子

の開発 

［研究代表者］桐原 和大（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］桐原 和大、向田 雅一、清水 禎樹 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 身の回りの未利用熱を電力に変換する熱電材料として、

有望な炭化ホウ素に焦点を当て、そのナノ構造化による

高性能化を目指す。新規の炭化ホウ素ナノワイヤを作製

し、ナノワイヤ1本の高精度な熱起電力及び電気伝導率

の計測を行う。ホウ素クラスターや構造欠陥を通じたホ

ッピング伝導による電気的性能向上、ナノ構造における

フォノン散乱による低熱伝導率化、等を手がかりに、画

期的な高性能化を実現するナノワイヤを探索することを

目的とする。 

 25年度は、いくつかの合成法のうちセルロースアニー

ル法が最も収率の良い合成法であることを見出し、再現

性よく合成するための大まかな合成条件を決定した。さ

らに、合成した炭化ホウ素ナノワイヤに対して、電子線

リソグラフィーによる電極微細加工を行うとともに、交

流加熱法によるナノワイヤ計測装置を立ち上げ、1本の

ナノワイヤの熱起電力及び電気伝導率の測定に成功した。

これまでのところ、測定したナノワイヤの多くは、熱起

電力の温度依存性がバルク焼結体の炭化ホウ素と異なる

結果となっているが、電気伝導機構の違いを明らかにす

るには引き続きナノワイヤの熱電物性計測を行う必要が

ある。また、得られたナノワイヤの一部は、触媒金属が

ナノワイヤのコア部分にも存在するユニークなコアシェ

ル型構造であることも明らかにした。今後は、コアシェ

ル構造やナノワイヤ中の構造欠陥の評価を行い、これら

による熱電特性の変化を明らかにしていくことも必要で

ある。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、環境・

エネルギー 

［キーワード］ナノ材料、熱電変換、ナノ物性計測 

 

［研 究 題 目］タンパク質機能の自由エネルギー解析と

機能制御の分子基盤 

［研究代表者］石田 豊和（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石田 豊和 （常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、非経験的量子化学計算と分子動力学

計算等を組み合わせた複合シミュレーション技術の開発

／拡張を基礎として、オロチジン一リン酸脱炭酸酵素

（Orotidine 5'-phosphate decarboxylase, ODCase）
を題材に選び、「反応基底状態を不安定化させる事で相

対的に酵素反応を加速させる」と言う作業仮説の検証を

行った。これまでの研究により、本系においては基質歪

みの効果で実際に反応障壁が低下しうる事が検証出来た

ため、今回更に、タンパク質場が遷移状態／反応中間体

に与える影響を詳細に解析した。 

 アミノ酸残基単位の相互作用エネルギー解析を実行す

る事で、Asp70、Lys72 の2残基が遷移状態／反応中間
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体と強く相互作用する事が確認出来た。そこでこれらア

ミノ酸をアラニンに変異させた変異型酵素の分子モデル

を作成し、反応の自由エネルギー変化および変異型タン

パク質が基質に及ぼす影響を電子状態計算から解析した。

本酵素には特異的なアミノ酸残基配列として、Lys42-
Asp70-Lys72-Asp75*（＊は異なったタンパク質ドメイ

ン上に位置する事を示す）が知られているが、Asp70、
Lys72は主として静電相互作用で反応中間体の安定化に

寄与する一方、Lys42、Asp75* は基底状態と強く結合す

る事で基質歪みの要因となる事が明らかになった。つま

り本酵素は、活性中心に配置する少数の極性アミノ酸残

基が基底状態／遷移状態（反応中間体）において静電相

互作用を介して基質との相互作用を適切に調整する事で、

結果として低い活性化エネルギーで化学反応が進行する

事が確かめられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］QM/MM 計算、自由エネルギー計算、

分子シミュレーション、酵素反応機構、

オロチジン一リン酸脱炭酸酵素 

 

［研 究 題 目］in situ 非線形分光による有機金属界面分

子配向と界面相互作用の研究 

［研究代表者］宮前 孝行（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］宮前 孝行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、有機 EL や有機薄膜太陽電池などの有機

デバイスにおける有機材料界面の相互作用を詳細に解析

するために、界面選択性の高い和周波発生（SFG）分

光による有機デバイス材料の界面構造の解析と実デバイ

スを用いたその場計測を進めてきた。本年度は可視光レ

ーザーを波長可変化した2波長可変 SFG 分光装置を用

いて、有機薄膜太陽電池材料界面に最適化した2重共鳴

SFG 分光を適用し、試料加熱による表面構造の変化と

その太陽電池特性との相関について検討を行った。ポリ

（3-ヘキシルチオフェン）（P3HT）とフラーレン誘導

体（PCBM）混合膜は、有機薄膜太陽電池でよく用い

られ研究例も多いが、製膜後の加熱処理により発電効率

が向上することが知られている。しかし、その界面構造

と加熱効果との関連については不明であった。SFG 分

光で混合膜表面を測定すると、加熱処理後の界面では

P3HT の光学吸収が長波長側へ伸びていることが確認で

きた。これは P3HT の結晶性が向上し、界面でのπ共

役系が広がっていることを示している。このπ共役系の

拡大によりキャリアの移動度と光学吸収範囲が界面でも

広がったため太陽電池としての特性が向上していると結

論付けた。太陽電池実デバイスにおいても SFG 分光で

測定を行ったところ、製膜後の加熱処理の有無により、

表面での測定結果と同様の挙動が確認でき、実デバイス

界面でも加熱処理による P3HT の結晶化が進行してい

ることが明らかになった。本手法は、有機 EL や有機薄

膜太陽電池などの有機デバイスを非破壊で計測する方法

として非常に有効な方法であり、今後、種々の有機デバ

イスの機構解明を目指していく。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］有機エレクトロニクス、界面、非線形分

光 

 

［研 究 題 目］光二量化反応に基づいた有機化合物の可

逆的な相構造制御とその応用に関する研

究 

［研究代表者］木原 秀元（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］木原 秀元、吉田 勝（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、光反応性有機分子であるアントラセンに

着目し、光反応に基づいた材料の相変化を機能性材料開

発に応用することを目指した。アントラセンの2位の位

置にアルキルスペーサーを介してシアノビフェニル基を

導入した化合物は室温で結晶相を示すが、この化合物を

加熱溶融させながら紫外光を照射して得られた光二量体

は室温でも安定なアモルファス固体相を示すことが分か

った。また、光二量体は200℃付近まで加熱すると元の

アントラセン化合物に戻り、室温で結晶相を示すことも

分かった。そこで、この現象を利用して結晶相とアモル

ファス固体相のコントラストを有する書き換え可能なパ

ターンを作成することができた。科研費研究期間最終年

度に当たる平成25年度では、アントラセン光二量体のア

モルファス固体相発現のメカニズムを、実験および計算

シミュレーションの両方のアプローチで解明することを

試みた。HPLC 測定では、光二量体に構造異性体が存

在することがアモルファス固体相発現に必要な条件であ

ることが分かった。さらに、分子動力学法を用いた計算

シミュレーションから、アントラセン光二量体の溶融時

における拡散速度が遅いことがアモルファス固体相発現

に深い関連があることが示唆された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］アントラセン、光二量化、相変化、光記

録、計算科学 

 

［研 究 題 目］in situ XAFS と XRD 同時測定による無

機発光材料の活性点構造の解明 

［研究代表者］阪東 恭子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］阪東 恭子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ガス流通下室温より1000℃までの加熱処理

条件下で、X 線吸収端微細構造解析（XAFS）と X 線回

折（XRD）を同時にその場測定することを可能にする

新規 XAFS および XRD 同時測定法の開発し、それを用

いて新規無機エレクトロルミネッセンス（EL）材料で

ある希土類イオンドープアルミナ自立膜を焼成条件下で

その場観察し、EL 発光活性構造および活性構造発現の
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機構、活性構造発現条件の解明を行うことを目的とする。

H25は、新規セルの設計・製作をした。特に、効率的に

サンプルを1000℃まで加熱できる機構の構築を試みた。

また、サンプルを透過した X 線を検出するとともに、

散乱光の検出も必要であり、その検出条件の最適化に関

しても検討した。作成したセルは、実際に放射光施設の

ビームラインを利用して、性能の評価を行った。この時、

測定試料としては、EL 発光の発光元素としての Tb を

ドープしたアルミナゾルから調製した EL 特性を持つ自

立膜を用い、窒素流通下で XAFS および XRD の同時測

定を試みた。その結果、750℃までの加熱条件での測定

を実施することに成功した。XAFS と XRD の測定に関

しては、測定ごとに条件設定を変更する必要があったた

め、完全な同時測定にはならなかったが、順次連続測定

をすることで、母材のアルミナの相変化と Tb の周囲の

配位状態の変化を対応させた測定に成功した。加熱機構

やデータ収集方法に係わる問題点が明確になったので、

次年度での改良を目指す。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］無機発光材料、X 線吸収端微細構造解析、

その場測定 

 
［研 究 題 目］グラフェン・ナノ構造の電気伝導 

［研究代表者］中西 毅（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］中西 毅、宮本 良之、安藤 恒也 

（東工大）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では層欠陥、周期構造などナノ構造があるグラ

フェンの電気伝導、電子状態などを理論的に研究し、ト

ポロジカルに特異な2次元系でのメゾスコピック現象を

解明し予言することを目的とする。今年度は昨年度に引

き続き、表面に層欠陥を含む多層グラフェンにおいて電

気伝導を有効質量近似の方法で調べた。電気伝導の谷状

態に依存する異方性すなわち谷分極伝導は層欠陥のジグ

ザグ型、肘掛椅子型といった原子構造に大きく依存する

ことを見いだした。さらに非対称性は層数とともに減少

することを示した。 

 扁平したカーボンナノチューブについてはグラフェ

ン・ナノ構造の一例として調べている。これは層間相互

作用があり2層グラフェンとみなせる中央部分と、単層

グラフェンとみなせる端部分から構成される。実験的に

は太い単層ナノチューブの単離と、それに由来する扁平

したカーボンナノチューブが報告されている。グラフェ

ン・リボンに比べ、端構造に揺らぎの少ない新たな量子

細線として注目される。そこで、有効質量近似を用いた

2つの方法により、その電子状態を調べた。最初の方法

ではカーボンナノチューブから出発し面間の相関相互作

用を含めたモデルにより電子状態のカイラリティ依存性

を明らかにした。すなわち、カイラルナノチューブが扁

平した場合、上下層の原子配置は非整合になり、一般に

面間の相互作用は極めて弱い。他方2層グラフェンの境

界条件として解く方法により、非カイラルな場合の電子

状態を理解した。このとき AA, AB といった2層グラフ

ェンの構造も含め上下層の原子配置は整合するが、電子

状態は重なり方に大きく依存して金属的または半導体的

になることを示すと共にその理由を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］グラフェン、電気伝導、量子効果 

 

［研 究 題 目］第一原理計算によるスピン軌道相互作用

系の電界効果の研究 

［研究代表者］三宅 隆（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］三宅 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 電界下のスピン軌道相互作用に関する第一原理計算手

法の開発と応用を目的とする。平成25年度は軌道磁気モ

ーメントに基づいた結晶磁気異方性の計算手法の開発を

行った。スピン軌道相互作用を摂動とした2次摂動に基

づき、軌道磁気モーメント行列（スピンで分解した2×2

行列）を用いた公式を導出した。この公式は、交換分裂

が大きく、マジョリティスピンが完全に占有されている

場合は Bruno の公式に帰着する。この公式を L10型合金

に適用し、スピン反転項が無視できないことを見いだし

た。また三方晶テルルとセレンの電子構造を調べた。こ

れらの物質は螺旋構造が配置された構造をもち、空間反

転対称性がない。セレンに比べてテルルは原子番号が大

きいためスピン軌道相互作用が大きく、結晶内の電場が

スピン軌道相互作用を介して電子構造に与える影響に興

味がもたれる。標準的な局所密度近似ではテルルが金属

と誤って記述するため GW 近似による自己エネルギー

補正を加え、準粒子バンド構造を求めた。その結果、フ

ェルミ準位近傍に複数のワイルノードが存在することが

わかった。スピン軌道相互作用を無視した場合、伝導帯

底は H 点に位置するが、スピン軌道号作用を入れると

スピン分裂を生じ、H 点からわずかにずれる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］計算科学、スピン軌道相互作用 

 

［研 究 題 目］高強度・高じん性を有する微粒子／液晶

複合ゲルの創製 

［研究代表者］山本 貴広（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］山本 貴広、川田 友紀 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、微粒子／液晶複合ゲルのレオロジー特性に

与える、液晶相構造及び高分子等の添加剤の影響を解明

して、高強度、高じん性なゲルを創製することを目的と

している。微粒子／液晶複合ゲルのレオロジー特性に与

える液晶相構造の影響の解明については、ネマチック相、

スメクチック A 相、コレステリック相を発現する液晶
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を用いて検討した。ネマチック相に比べて、分子配列の

層構造を導入することによって分子集合状態の秩序度を

上げたスメクチック A 相を用いたゲルにおいては、ゲ

ルの丈夫さの指標である限界ひずみの低下を抑えつつ、

ゲルの硬さの指標である貯蔵弾性率を高めることができ

ることを明らかにした。同様に、ネマチック相に分子配

列のらせん構造を導入したコレステリック相を発現する

液晶を用いた場合には、スメクチック A 相における結

果とは逆に、限界ひずみと貯蔵弾性率は、ネマチック相

に比べて、らせん構造のピッチが短くなるにつれ低下す

ることを明らかにした。これらの結果は、分子配列のミ

クロ凝集構造がゲルの力学物性に大きな影響を与えるこ

とを示しており、ゲルの力学物性は、層構造導入より向

上し、らせん構造導入によって低下することがわかった。

一方、高分子添加の影響についても検討を行い、微粒子

表面に化学的に高分子鎖をグラフトさせた微粒子を用い

たゲルにおいて、従来の材料よりも貯蔵弾性率が約10倍

高いゲルを得ることができた。さらに、ゲルの力学特性

は、高分子鎖の分子量によって大きく影響を受けること

を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］液晶、ゲル、自己修復 

 

［研 究 題 目］自励駆動する筋繊維を模倣したナノファ

イバーゲルアクチュエータの創製 

［研究代表者］原 雄介（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］原 雄介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自励駆動する筋繊維を模倣したナノファイバーゲルア

クチュエータの創製に向け、水溶液中で安定なナノファ

イバーゲルの作製を目指した。水溶液中で安定なナノフ

ァイバーゲルの作製には、ナノファイバー中に化学結合

もしくは物理結合を構築する必要性がある。そのため本

研究では、ナノファイバーを構成する自励振動高分子に

疎水基を適量導入することにより、疎水基同士の相互作

用によってポリマー鎖間に物理的な結合を持たせること

を目指した。検討の結果、エレクトロスピニング法の出

発原料として自励振動高分子を採用した、耐水性を有す

る新規ナノファイバーゲルの作製に成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］ナノファイバー、アクチュエータ、エレ

クトロスピニング 

 

［研 究 題 目］高品質酸化物ナノ粒子製造のための核発

生と成長過程の厳密評価用マイクロデバ

イス開発 

［研究代表者］陶 究（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］陶 究（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 マイクロデバイスを用いた連続式水熱法による酸化物

微粒子製造において、粒径分布が狭く平均粒径を制御し

た高品質な酸化物ナノ粒子の製造には、流路内壁面での

不均質核発生／成長による粒径分布の拡大・多峰化、副

生成物の生成等の回避が不可欠である。本研究ではこの

課題を解決可能な構造のマイクロデバイスを開発し、各

種条件でナノ粒子合成を行い有用性を実証するとともに、

平衡論・速度論の両面から核発生／成長機構を解析し、

所望の粒子特性を有するナノ粒子の設計指針を明らかに

することを目的としている。昨年度までに、酸化物種に

よらず均質なナノ粒子を得るためには、数百ミリ秒オー

ダー以下の滞在時間での原料水溶液と昇温用加熱水の混

合の完結に加えて『高過飽和比の付与、つまり瞬時に原

料の全てを核発生させ結晶成長過程を経ない粒子生成条

件の設定（加水分解反応の高度制御）』が不可欠である

ことが明らかとなった。核発生のみを優先的に進行させ

ることができれば、核発生と成長過程を明確に分離・制

御することが可能となる。 

 今年度は、原料水溶液、加熱水に加えて、加水分解反

応の高度制御に必要なアルカリ水溶液を含んだ3液の急

速混合のために、2段階の旋回流混合部を組み込むとと

もに、不均質核発生／成長を回避可能な新たな構造のマ

イクロデバイスを開発した。混合性能を CFD シミュレ

ーション、Villermaux/Dushman 反応、常温下でのポ

リマーナノ粒子合成を通して評価するとともに、実際に

ZnO ナノ粒子の流通式水熱合成を実施して、粒径、結

晶構造、流路への粒子付着に影響が顕著に表れる合成時

の温度や圧力変動について解析し、従来型の混合部に対

する優位性を確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］金属酸化物、ナノ粒子、高温高圧水、オ

ンデマンド製造、マイクロ流体デバイス 

 

［研 究 題 目］第一原理計算に基づくシリコンナノシー

トの有機分子修飾による機能化 

［研究代表者］森下 徹也（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］森下 徹也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノシートは体積に対する表面積の割合が高いため、

2次電池電極や太陽電池、分子センサーなどへの応用が

期待されている。特に Si ナノシートは分子修飾しやす

いため、修飾分子に応じて多様な性質の発現が期待され

る。本研究では、有機分子修飾された Si ナノシートの

電子物性を第一原理計算により明らかにし、電池電極な

どへのデバイス応用に適した分子修飾を提案する。 

 平成25年度は、金属基板上の pristine な Si シート

（シリセン）の構造形成と層状に積み重なったフェニル

基修飾 Si ナノシートを課題対象とした。シリセンに関

しては実験的に金属基板上での形成が確認されてはいる

が、主に銀の（111）表面だけで他の金属基板ではあま

り作成されていない。そこで他の金属基板での形成可能
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性を明らかにするために、密度汎関数理論に基づく第一

原理分子動力学計算を行い、アルミニウムの（111）面

上でもハニカム格子を持つシリセンが安定に存在できる

ことを明らかにした。また AFM 操作による原子の引っ

張り実験を LogMFD 法によりシミュレーションしたと

ころ、ハニカム型ではない新しい2次元格子構造を持つ

新しいシリセン（ポリゴナルシリセン）が形成されるこ

ともわかった。ポリゴナルシリセンはハニカムシリセン

よりも高い電荷分布を保持し、電気伝導性が高い可能性

がある。さらに振動スペクトルの計算も行い、基板原子

と Si 原子との相互作用の評価も行った。 

 フェニル基修飾 Si シートに関しては、層状に積み重

なった場合のシート間相互作用を、ファンデルワールス

（vdW）力を加味した計算を行うことで評価した。vdW

力を取り入れた計算では、層間距離は実験値と一致する

一方で、vdW 力を取り入れない場合は過小評価される

ことがわかった。さらに詳細な計算から、OptB タイプ

の vdW 汎関数が最も層間引力を大きく見積もることが

わかった。このような知見はシートを積み上げてデバイ

スを設計する際に重要で、理論設計を行う際に非常に有

用である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］シリコン、ナノシート、2次電池、電極 

 

［研 究 題 目］タンパク質コロナと生体分子の相互作用

の解明 

［研究代表者］平野 篤（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］平野 篤（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ粒子は、サイズや形態に由来する特有の機能をも

つため、次世代の材料として電子機器から医療機器まで

幅広い分野で応用開発が進められている。同時に、ナノ

粒子の安全性の確認や検証も求められている。ナノ粒子

を研究開発する上で、安全性に関する理解が後手に回る

ことにより、労働災害や環境被害といった様々な問題が

引き起こされる可能性がある。したがって、安全性を事

前に理解し確保することがナノテクノロジーの持続的発

展に必須となっている。 

 最近では、生体内へ取り込まれた際に形成されるナノ

粒子表面のタンパク質の層（タンパク質コロナ）がナノ

粒子の生体内動態と関わることが細胞実験等から示され

ている。しかし、細胞実験だけでは、タンパク質コロナ

の生体への作用を分子レベルで理解することは困難であ

る。そこで当該研究では、世界的に応用開発が進められ

ている単層カーボンナノチューブをナノ粒子のモデルと

して主に用いることで、未知であるタンパク質コロナと

生体分子の相互作用を物理化学的に明らかにし、ナノ粒

子の生体内動態の分子機構を理解することを目的とする。

特に、タンパク質のアミノ酸残基の違いがナノ粒子との

相互作用に与える影響を実験と分子動力学計算の両方か

ら明らかにする。当該知見はナノ粒子の安全性を知る手

がかりとして有益なものになると考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、タンパク質、安全性 

 

［研 究 題 目］有機材料とナノ構造体材料における熱電

効果の理論研究 

［研究代表者］浅井 美博（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］浅井 美博、Marius Ernst Buerkle 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 有機材料の熱電特性に関して、化学修飾による制御可

能性にフォーカスを当てた研究を行った。パラシクロフ

ァン誘導体の熱電特性：積層厚を系統的に変えてシクロ

ファンを研究する事により、熱電特性の厚さ依存性を研

究した。この分子の電気伝導度はトンネル機構に従い、

厚の指数関数に比例して減衰するが、熱起電力は厚に比

例して増大する。ベンゼン環2個から構成される最小厚

のシクロファン（[2.2]パラシクロファン）では熱起電

力 S は負の値を取るが、厚さを増すと LUMO 伝導から

HOMO 伝導へと変化し、熱起電力の符号は正に変わる。

フォノン熱伝導度は電子熱伝導度より一桁大きな値を持

ち、常温においてもフォノンが熱伝導度において支配的

である。[2.2]パラシクロファン機能性誘導体を用いる

事により、熱電特性に対する置換基効果を調べた。具体

的にはパラ位にある2つの水素を電子供与基または電子

吸引基に置換した。その結果、熱起電力 S の符号がハ

メット定数と相関している事を見出した。NH2や OH
の様な電子供与基は分子を p 伝導的（S>0）にし、NO2

や COCF3の様な電子吸引基は分子を n 伝導的（S<0）
とする。どちらの場合でも熱起電力 S の絶対値は著し

く増大するので、熱電変換効率 ZT を向上する効果があ

る。これらの改良効果はあるものの、フォノン熱伝導度

の大きさが災いして ZT の値は小さなままに留まる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］理論シミュレーション、熱電特性、フォ

ノン熱伝導度、ゼーベック係数 

 

［研 究 題 目］時間に依存する電圧下での第一原理伝導

計算 

［研究代表者］大戸 達彦（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大戸 達彦（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 時間に依存する電圧下での第一原理伝導計算を実現す

るために必要な①電子状態の実時間発展、②電極での電

子の散乱を表すための電子格子相互作用の計算を、局在

型基底関数を用いた第一原理計算パッケージである

SIESTA プログラムに実装した。①では、孤立系だけで

なく周期系の計算も可能であることに加え、並列でプロ

グラムを流すことも可能とした。テストの結果、原子核
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座標を固定すれば安定した時間発展をするが、原子核を

Ehrenfest force に従って実時間発展させると全エネル

ギーが保存しなくなる。基底関数の移動に起因する項も

取り入れたが、状況は完全には改善しなかった。②では、

微小な原子の変位に従ってハミルトニアン・重なり積分

の差分を計算し、基準振動方向に射影することで電子格

子相互作用行列を求める。これを用いると電流による振

動の励起を計算することができるため、Cu（001）表面

に吸着した Melamine 単分子のプロトン移動の解析へ

応用を試みた。計算の結果、スイッチ反応座標方向の振

動モードが選択的に励起されることを確かめ、また一次

元のポテンシャル井戸中での振動励起によって反応の近

似をしてよいことを確かめた。最終的に、モデル計算に

必要なパラメータをほぼすべて第一原理計算から求め、

スイッチ確率を再現した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］第一原理計算、非平衡理論 

 

［研 究 題 目］Studies on the thermoelectric properties 
on PEDOT：PSS 

［研究代表者］衛 慶碩（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］衛 慶碩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、有機半導体材料の熱電性能が飛躍的に向上し、

注目を集めてきている。有機半導体の多くはバルク状で

得る事が難しいため、熱電用の有機半導体材料も薄膜で

作製して特性を評価している。これまで熱電用の有機半

導体材料においては電気伝導度、ゼーベック係数につい

ては、膜面に水平な方向の値を中心に、また一方熱伝導

率は垂直方向のみの値を測定して議論してきた。有機半

導体の特徴のひとつに、製膜時の分子配向性があり、得

られた膜には異方性が生じやすい。しかし有機熱電材料

の異方性による特性変化に関する報告例は少ない。 

 本研究では、有機熱電材料として有望と考えられる

PEDOT:PSS 膜の、膜面に水平な方向と垂直な方向の

双方の電気伝導度、ゼーベック係数、熱伝導率を測定し、

PEDOT:PSS 膜のキャリア移動と熱伝導に関して異方

性がある事を明らかにした。キャリア移動の異方性に関

しては、導電性の PEDOT 微結晶と絶縁性の PSS が、

膜面に垂直な方向に積層している構造になっている事に

より説明できる。熱伝導の異方性は、PSS 高分子鎖が

膜面の水平方向に沿って形成されている事から生じると

考えられる。本研究の結果より、PEDOT 系材料の熱電

特性を向上するためには、PSS にかわる低分子ドーパ

ントの利用と結晶配向性の制御による特性最適化が有効

であると思われる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］有機半導体、熱電素子、異方性、 

 
［研 究 題 目］完全制御カーボンナノチューブの物性と

応用 

［研究代表者］片浦 弘道（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］片浦 弘道、田中 丈士、藤井 俊治郎、

平野 篤、蓬田 陽平、魏 小均、 

都築 真由美、平川 琢也 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 単層カーボンナノチューブ（SWCNT）は、単原子厚

のグラフェンシートを丸めて筒状にした構造をとるが、

巻き方に任意性があるため、実際の試料では様々な構造

の混合物になっている。本研究課題では、独自開発のゲ

ルクロマトグラフィー法を用いて、SWCNT の大量構

造分離装置を作製し、SWCNT の原子配列のわずかな

違いも選り分ける、精密構造分離の大規模化を目指す。

炭素原子の配列が同一の SWCNT を大量に分離精製す

ることにより、これまで不可能だった SWCNT 単結晶

を作製し、未知であった3種の C-C 結合長をはじめとす

る、SWCNT の精密構造パラメータおよび物性を明ら

かにする事を目的としている。 

 本年度は、単一の構造を持った単層カーボンナノチュ

ーブ（SWCNT）を大量に分離するための高速クロマト

グラフィー装置の設計・導入を行った。本装置を用いて、

新たな溶出法の検討を行ったところ、少量の試料から極

めて効率良く、数種類の単一の構造に近い SWCNT 分

散液を得る事に成功した。一方、SWCNT の単結晶を

作製するには、分離で用いた分散剤を除去する必要があ

る。これまで、分散剤の残留については定量的な計測が

成されていなかったが、試料に含まれる有機物の分解を

検出する事により定量的に計測することに成功した。こ

の計測法を利用し、分散剤の残留を大幅に減らす手法の

開発に成功した。また、高濃度で SWCNT を溶かす有

機溶媒の検討を行い、有望な有機溶媒を見いだした。以

上により、分離装置の整備と構造を分離精製された

SWCNT の単結晶育成に必要な基盤技術の整備がほぼ

整った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、構造分離、カイラリティ

ー 

 

［研 究 題 目］単一分子と組織化分子ネットワークの非

線型伝導理論 

［研究代表者］浅井 美博（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］浅井 美博、中村 恒夫、宮崎 剛英、

Marius Ernst Buerkle 
（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新学術領域研究「分子アーキテクトニクス：単一分子

の組織化と新機能創成」の計画研究課題の一つである

「単一分子と組織化分子ネットワークの非線型伝導理

論」の研究を行った。分子エレクトロニクスに限らず、
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チャネルサイズが小さいナノエレクトロニクス材料共通

の問題としてノイズの問題が深刻である。低電圧でデバ

イスを駆動する際にはその影響は顕著である。外部から

ノイズを与えて、本来意味のある信号を明瞭にする「確

率共鳴」が注目を集めているが、外部ノイズの投入にパ

ワーを要し、低電圧駆動のメリット（省電力）を相殺す

る事が懸念される。電流に伴う自然ノイズを用いた確率

共鳴を指向する意義がここにある。電流に伴う根源的な

ノイズは量子力学的な波動性・粒子性の相補性に根ざす

ショットノイズと熱揺らぎの二つである。これらノイズ

の生成機構とその物質依存性、電圧・温度依存性を理論

的に解明する事により自然ノイズを利用した確率共鳴を

実現する為の基礎学理を構築する。本年はショットノイ

ズ・熱ノイズの計算に電子・フォノン散乱効果とフォノ

ン伝導・熱散逸の影響を高次効果も含めて取り入れる為

の基礎理論を構築し、その理論を用いた計算シミュレー

ションを行う事により、ショットノイズの電圧依存性に

フォノン由来のキンク構造が現れる事を見出した。引き

続き、その物質パラメータ依存性を研究している。同時

に、抵抗変化型メモリーを用いたネットワーク記憶の可

能性を探る為の理論研究を開始した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］分子エレクトロニクス、ナノエレクトロ

ニクス、ショットノイズ、電子・フォノ

ン散乱効果、温度特性、熱輸送・熱散逸、

抵抗変化型メモリ、ネットワーク記憶 

 
[研 究 題 目］高周波スピントロニクスの研究 

［研究代表者］鈴木 義茂（大阪大学） 

［研究担当者］久保田 均、福島 章雄、薬師寺 啓、

野崎 隆行、甲野藤 真、松本 利映、

谷口 知大、今村 裕志（ナノスピント

ロニクス研究センター） 

（常勤職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、MgO トンネルバリアを有する強磁性ト

ンネル接合をベースとする、マイクロ波発振器および検

波器の基礎的なメカニズムの解明に関する研究を行って

いる。素子を応用する場合には、発振出力の増大，発振

周波数の揺らぎの低減が必須であるが、その手法はまだ

確立されていない。本研究では、複数素子間の位相ロッ

ク現象に着目し検討を行っている。H25年度は、外部電

源から交流電流を注入する注入位相ロックについて実験

を行い、基礎的なデータを得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピンダイナミクス 

 
［研 究 題 目］高周波スピントロニクスの研究 

［研究代表者］鈴木 義茂（大阪大学） 

［研究担当者］今村 裕志、山路 俊樹、谷口 知大 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 強磁性体を含むナノ構造にスピン流を注入することで

生じる高周波（GHz から THz）領域におけるスピンの

歳差運動を利用する「高周波スピントロニクス」の基礎

理論を確立する。このことにより、高性能トンネル磁気

抵抗素子をベースとした高出力・狭腺幅な高周波発振

器、半導体を凌駕する感度をもつ検波器、単一の超常磁

性微粒子が作るダイポール磁場を検出できるような高感

度磁気センサーの実現を目指す。 

 今年度は、高周波電圧印加による磁化反転アシスト効

果について理論的に精査し、大きなアシスト効果を得る

ための条件を明らかにする。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高周波、スピントロニクス、スピントル

クダイオード 

 
［研 究 題 目］スピンエレクトロニクス材料の探索 

［研究代表者］野崎 隆行 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］野崎 隆行（常勤職員1名） 

[研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、理論研究者と密に連携すること

により、電界による磁気異方性制御の物理起源解明と異

方性変化効率の増大を目指している。産総研グループは

理論予測の実証を目的とした実験を担当している。電界

磁気異方性制御では界面制御が重要となるが、これまで

の素子ではバッファー層などに用いる非磁性材料が超薄

膜強磁性層／絶縁層界面に偏析し、効果を弱めている可

能性が指摘されている。平成25年度は、このような偏析

の効果が小さいと期待されるクロムをバッファー層に用

いた素子構造を作製し、高周波電圧誘起共鳴ダイナミク

ス励起の測定を通して電圧効果が存在することを確認し

た。今後は偏析の有無確認、および電圧効果の定量評価

を進めることで電圧効果増大の指針を探る。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントロニクス、電界効果、垂直磁気

異方性 

 
［研 究 題 目］スピントルク発振を用いた、高時間・高

空間分解能をもつ電子スピン共鳴法の理

論開発 

［研究代表者］荒井 礼子 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］荒井 礼子（他1名） 

[研 究 内 容] 

 デバイスの微細化に伴い、欠陥や不純物原子に起因す

る不対電子の同定・定量・ダイナミクスの解明に関する

重要度が増してきている。不対電子の検出には電子スピ
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ン共鳴法が有用であるが、デバイス動作中の局所的な分

析方法は未だ確立されていない。本研究ではスピントル

ク発振を用いることで時間・空間分解能を向上させ、デ

バイス動作中の特性評価を可能にする新規電子スピン共

鳴法の理論開発を行う。本年度は磁場中のスピントルク

発振についてシミュレーションを行い、発振条件とダイ

ナミクスを明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントルク発振素子 

 
［研 究 題 目］熱活性領域におけるスピントルク磁化ダ

イナミクスの理論的研究 

［研究代表者］谷口 知大 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］谷口 知大（常勤職員1名） 

[研 究 内 容］ 

 本研究ではトンネル磁気接合の熱擾乱耐性を短時間で

精度よく評価する技術の開発に取り組んでいる。熱擾乱

耐性を評価するにはトンネル磁気接合に電流を印加する

ことによって磁化を反転させるスピントルク磁化反転を

観測し、その反転確率を理論的に解析する必要がある。

数分以下の短時間で素子の熱擾乱耐性を評価するには比

較的大きな電流を印加しなければならない。そのような

状況での反転確率に対する理論の確立を目指す。25年度

は他大学と連携し、基礎理論の構築と過去の実験との比

較検討を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントルク磁化反転、理論 

 
［研 究 題 目］電流により誘起される磁界作用トルクを

用いた磁気高周波検波素子の高感度化 

［研究代表者］松本 利映 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］松本 利映（常勤職員1名） 

[研 究 内 容］ 

 高周波電流に対して検波作用を示す磁気トンネル接合

素子はスピントルク・ダイオード素子と呼ばれる。本研

究では、電流印加により誘起される磁界作用トルク（電

流磁界、ダイポール磁界、フィールド・ライク・トルク

による磁界）のスピントルク・ダイオード素子への作用

を理解・制御することでスピントルク・ダイオード素子

を高感度化させることを目指している。平成25年度はス

ピントルク・ダイオード特性の素子間のばらつきを抑制

する課題と高周波数帯の検波感度向上に取り組んだ。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントロニクス、スピントルク・ダイ

オード、磁気共鳴 

 
［研 究 題 目］不揮発生トランジスタ開発のための半導

体へのスピン偏極電子注入 

［研究代表者］齋藤 秀和 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］齋藤 秀和、オレリー スピーサー 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電子のスピン自由度を利用して不揮発的に情報を記憶

するスピントランジスタは、その導入によりあらゆる

IT 機器の消費電力の劇的な削減につながるため、世界

的に熾烈な開発競争の只中にある。スピントランジスタ

を実現するためには、半導体中へのスピン注入技術を確

立する必要がある。Ge は次世代の MOS-FET のチャネ

ル材料の有力候補とされており、スピン注入技術の確立

が期待される。高効率のスピン注入のためには、高品位

の強磁性体/Ge 接合を可能とする材料・成長技術が必

要であると考えられるため、新障壁層材料や強磁性体を

用いたトンネル接合技術を開発する必要がある。今年度

達成した主な成果を以下に説明する。 

(1) Ge 基板上の磁性半導体（Ga, Mn）As 単結晶膜

作製技術の確立:（Ga, Mn）As は極めて高いスピ

ン偏極状態を有し、かつ、Ge と格子定数がほぼ等

しくエピタキシャル成長が期待されるため、Ge へ

ののスピン注入源として注目されるべき物質である。

しかしながら、これまでスピン注入実験はおろか、

Ge 基板上の結晶成長すら報告はなされていなかっ

た。本研究では分子線エピタキシー法による成長条

件を最適化することにより、世界で初めて Ge 上の

単結晶（Ga, Mn）As 膜の作製に成功した。 

(2) 障壁層フリーのスピン注入源の作製とスピン注入

の実証:トンネル障壁層を必要としない高品位スピ

ン注入源の開発は、作製プロセスを簡略化できるた

め応用上有利である。しかしながら Fe 等の通常の

強磁性体を Ge と直接接合させると、接合界面での

磁性が失われてしまうという問題があり、これまで

実現は困難であった。そこで、Mn5Ge3という Ge
を構成要素とする強磁性体に注目し Ge への結晶成

長とスピン注入に取り組んだところ、期待通りにス

ピン注入を実証するに至った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］スピントランジスタ、スピン注入、Mn

基強磁性化合物 

 
［研 究 題 目］スピントランジスタのための Ge/Si ヘテ

ロ構造への高効率スピン注入・検出 

［研究代表者］齋藤 秀和 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］齋藤 秀和、クンロク チョン、 

 ロン ヤンセン（常勤職員2名、他1名） 

[研 究 内 容］ 

 将来に亘る継続的なエレクトロニクス技術の発展のた

めに、より一層の素子の微細化を可能とする新たなテク
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ノロジーが求められている。これを可能とする技術とし

て、スピントランジスタに代表される半導体をベースと

したスピントロニクス素子・技術が注目されている。半

導体中におけるスピン偏極電子の注入、制御および検出

は半導体スピンデバイスの基盤技術であるため、近年、

最重要半導体である Si および Ge 基デバイスにおいて

多くの研究が報告されている。しかしながら、スピン注

入・検出効率およびスピン制御に関しては、まだデバイ

ス化レベルには達していない。本研究では、Si および

Ge においてスピン注入・検出効率の改善および新奇ス

ピン制御技術の確立を目的とする。 

 従来、強磁性体から半導体へのスピン入力には、専ら

スピンを電荷（電流）と共に直接流す手法が用いられて

きた。ここで、もし電流を用いることなくスピン情報を

半導体に注入することができれば、スピントランジスタ

の更なる省電力化に繋がるはずである。このようなモチ

ベーションの下、本年度は電流フリーのスピン注入技術

の開発を進めることとした。具体的には、我々の研究チ

ームが発見した新現象である強磁性電極と Si 間に熱勾

配を設けるだけで Si へのスピン注入が実現される「ス

ピントンネル・ゼーベック効果」の外部電界による影響

を調べた。その結果、スピントンネル・ゼーベック効果

により Si 中に生成したスピン信号強度を外部電界によ

り制御することに成功した。更に、観測した電界効果の

生ずるメカニズムの解明にも成功した。この成果は世界

で最も権威のある雑誌の一つである Nature Materials
誌へ掲載された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントランジスタ、スピン注入 

 
［研 究 題 目］DNA 単分子操作を目指した多層膜細孔

の作成 

［研究代表者］長谷川 雅考 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］長谷川 雅考、石原 正統、山田 貴壽、 

沖川 侑揮（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 生体分子のハンドリングや高速シーケンシングへの応

用を目指して、金属／絶縁物／金属の多層構造の薄膜に

サイズを制御した細孔を形成する方法を開発する。また、

数 MeV のイオン照射により、薄膜試料上に担持された

生体分子等の高分子を無傷の二次イオンとして飛行時間

測定（TOF）型の質量分析器により分析するとともに、

二次イオンのイメージングを行う顕微質量分析法の開発

を行う。 

極薄の固体表面に電極となるグラフェンを貼付したグ

ラフェン／絶縁性薄膜／グラフェンの多層薄膜に高速イ

オンを照射することにより、直径が良く制御されたナノ

メートルサイズの細孔を形成する条件を、電子顕微鏡で

細孔の径や形状を調べることにより明らかとした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］グラフェン、高速イオン、細孔形成 

 

［研 究 題 目］ナノチューブ近赤外発光を利用した次世

代臨床検査システム 

［研究代表者］湯田坂 雅子 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］湯田坂 雅子、岡崎 俊也、池原 譲、 

小倉 睦郎、飯泉 陽子、深田 伸介 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 現在の血液検査で使われている光の波長は400-500 

nm である。この波長域では、血球などによる強い光吸

収と非特異的発光ノイズが、検出されるべき疾患バイオ

マーカーの蛍光検出を妨害し、疾患検出感度を下げる。

そこで、本研究では、血球などに対して透過性が高い近

赤外光を使い、臨床検査の高感度化を目指す。 

この目的に最適な素材は、唯一、単層カーボンナノチ

ューブ（CNT）である。よって、CNT に IgG 抗体をカ

ップリングさせ、プロテイン G 付き磁気ビーズを使っ

て、イムノアッセイ基礎実験を行い、CNT が近赤外イ

ムノアッセイに適した蛍光ラベルで、ナノモル程度抗原

検出あるいはそれより高感度の検出が可能であることを

確認してきた。また、CNT 近赤外イムノアッセイを実

用化するために必須である小型簡易近赤外光検出装置の

開発にも成功してきた。今年度は、CNT と IgG のカッ

プリング法を改良し、収率の増加に成功した。また、

CNT の表面修飾を改良することにより、CNT－IgG の

抗原への付加効率を10倍程度増加させることに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、近赤外発光、臨

床検査 

 

［研 究 題 目］高品位六方晶窒化ホウ素単結晶の創製と

新たな機能発現 

［研究代表者］山田 貴壽 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］山田 貴壽（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 六方晶窒化ホウ素（h-BN）の新機能発現を目指して、

グラフェンの高移動度が観測されているグラフェン／h-
BN 構造の電子状態と仕事関数を見積もった。 

機械的剥離法による常圧合成単結晶 h-BN を Si 上に

形成し、熱 CVD 法グラフェンを転写することで、グラ

フェン／h-BN/Si 構造を作製した。ラマン分光法により、

欠陥の導入なくグラフェンが h-BN 上に転写出来たこと

が確認できた。電界電子放出特性と紫外線光電子分光法

により、h-BN およびグラフェン／h-BN の仕事関数を

評価した。グラフェンを形成することで h-BN の仕事関

数が高くなることを見出した。 
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［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］グラフェン、六方晶窒化ホウ素、仕事関

数 

 

［研 究 題 目］複合原子層の界面特性理解と原子層デバ

イスへの応用 

［研究代表者］長谷川 雅考 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］長谷川 雅考、石原 正統、山田 貴壽、 

沖川 侑揮（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 物性と応用をつなぐ“応用物性”として原子層を複合

化した場合の界面特性の理解と制御が最重要課題という

認識の下、グラフェン／金属電極のコンタクト抵抗の低

減の研究を進めている。 

低濃度炭素源によるプラズマ CVD 法を用いて合成し

た低抵抗グラフェン膜を用いたデバイス開発を行った。

透明かつフレキシブル性が高いグラフェン膜の特徴を活

かした応用例の一つとして、有機エレクトロルミネッセ

ンス（EL）素子に使われる透明電極があげられる。特

に ITO と比較して原子層の薄さが特長であるグラフェ

ンは様々な光学的優位性が期待される。本研究では将来

大面積化が期待されるグラフェン膜を用いた高分子有機

ＥＬ素子の作製と評価を実施した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］グラフェン、有機 EL、界面制御、コン

タクト抵抗 

 

［研 究 題 目］ランダムショートカットと光通信技術に

よる超低遅延グリーンインターコネクト 

［研究代表者］鯉渕 道紘（国立情報学研究所） 

［研究担当者］石井 紀代、並木 周（ネットワークフ

ォトニクス研究センター）、工藤 知宏 

（情報技術研究部門） 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、エクサスケール規模以上の構成の計算機シ

ステムのインターコネクトにおいて、ランダムショート

カットリンク接続と光波長多重スイッチ技術を適用する

ことで、低遅延・低消費電力でかつ通信パタンにアダプ

ティブなインターコネクトを探求することである。本目

標達成に向け、研究分担者・研究連携者により2か月に1

度定期ミーティングを行い、進捗管理及び課題共有を行

い、研究機関間の連携を行っている。2013年度は、光ス

イッチを用いた高性能計算機システムのインターコネク

トのトポロジについて、光スイッチ技術、ネットワーク

構成、要求パフォーマンス等の観点から検討を行った。

また、メモリ間通信を CPU を介さず行うダイレクトメ

モリコピーアーキテクチャについても検討を行った。試

算の一つとして、10万計算ノードの相互接続に必要とな

る光スイッチのハードウェア規模をラック数で換算する

と、シリコンフォトニクス技術を用いた高密度集積によ

り、計算ノードを収容するラック数の数%程度に収まる

との結果を得た。また、現在実現されている光スイッチ

は切替ガードタイムが比較的大きいため、転送サイズが

数～数十メガバイト以上という領域において効率的なバ

ーストスイッチングが可能であるとの試算を得た。来年

度以降も研究計画書に沿った現状の枠組みを維持し、構

成の計算機システムのインターコネクトの構成デバイス、

性能、電力、コスト最適化を進めていく。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光スイッチ、インターコネクト、コンピ

ュータ 

 

［研 究 題 目］Be カルコゲナイドを用いた高信頼性緑

色～黄色半導体レーザの実現 

［研究代表者］秋本 良一（ネットワークフォトニクス

研究センター） 

［研究担当者］秋本 良一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、結晶強度の増大が期待できるベリリウム

カルコゲナイド系 II-VI 族半導体材料を用いて、信頼性

の高い緑色および黄色半導体レーザを実現するための基

盤技術を開発する。活性層に Be を添加した BeZnCdSe
量子井戸レーザの室温連続発振条件下における信頼性を

検証し、Be の添加が素子の結晶強度や劣化抑制に与え

るインパクトを定量的に明らかにすることを目的とする。 

 本年度は、活性層材料 BeZnCdSe 中の Be 濃度が量

子井戸発光特性に与える影響を明らかにした。高信頼性

レーザを実現するためには、活性層の結晶強度を増大さ

せ、劣化に対する耐性を高めることが肝要であり、この

ため Be 濃度の増大は有効であると期待できる。具体的

には、これまでの我々の研究で用いた BeZnCdSe の中

の Be 濃度は～2%であったが、今回 Zn をなくした

BeCdSe 量子井戸に着目した。Be 濃度が0.15～0.25に

おいて、緑～黄色の波長域にあたる500-570nm に発光

ピークをもつ量子井戸を得ることができた。PL 波長～

540nm にピークを持つ BeZnCdSe（Be＝ 2%）と

BeCdSe（Be＝20%）についての PL 強度を比較すると、

BeCdSe では PL 強度が約1/10に減少しており、PL ス

ペクトル幅が約2倍に増大していることが観測された。

Be 濃度減少とともに発光ピーク波長は、長波長側へシ

フトするが、570nm（Be＝15%のとき）では数ケタの

PL 強度の減少が観測された。格子不不整合による結晶

欠陥の発生が示唆される。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］半導体レーザー、II-VI 族半導体 

 

［研 究 題 目］多層アレイ導波路回折格子と液晶空間光

変調器を用いた波長選択スイッチの研究 
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［研究代表者］反本 啓介（ネットワークフォトニクス

研究センター） 

［研究担当者］反本 啓介、河島 整 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代型ネットワーク実現のためのキーデバイスであ

る波長選択スイッチ（Wavelength Selective Switch, 
WSS）の開発を目的として、その高機能化に向けた設

計を行った。まず、1×N WSS の構造として、新規な

ダブルパス光学系を設計した。導波路部分に製造誤差が

あっても、またスイッチが置かれる環境温度が変化して

も、スイッチ動作が影響を受けにくいように工夫した。

実験によって、信号劣化が小さいことを確認し、設計通

り、温度変化に性能が左右されないことを実証した。更

に、N×N WSS の分光光学系に 1-f 光学系を導入する

ことで、従来の半分に小型化できる見通しを得た。懸念

された損失増加は、非球面レンズの採用によって解決さ

れた。WSS に実装することが望ましい、集積型の光信

号 モ ニ タ ー を 検 討 し 、 MMI （ Multi-mode 
Interference）カプラを用いた新規の導波路型光信号雑

音比モニタを考案した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］波長選択スイッチ、液晶空間光変調器、

光スイッチ、回折格子 

 

［研 究 題 目］サブバンド間遷移の超高速光非線形性を

集積化した全光信号処理デバイスに関す

る研究 

［研究代表者］秋本 良一（ネットワークフォトニクス

研究センター） 

［研究担当者］Feng Jijun（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、InGaAs/AlAsSb 量子井戸におけるサブ

バンド間遷移（ISBT）に起因する超高速位相変調効果

を用いた全光ゲートスイッチの研究開発を行っている。

特に、超高速光位相変調効果が発現する光非線形光導波

路と干渉計光回路などのパッシブな光回路を高効率に集

積化して、従来型と比較して小型かつ低エネルギー動作

が可能な光ゲートスイッチデバイスを実現することを計

画している。平成25年度は、窒化シリコン（SiN）を用

いたパッシブ導波路と ISBT 光非線形導波路を垂直方向

に積層して集積化したマッハツェンダー型 ISBT 光スイ

ッチ構造を実現するための要素技術として、SiN 導波

路偏波スプリッターの開発を行った。ISBT 光スイッチ

においては、信号光と制御光としてそれぞれ TE 偏波と

TM 偏波が用いられるため、SiN 導波路光回路を介して

TE 信号光と TM 制御光を合波し、これらの光を ISBT
光非線形導波路へ結合させるための偏波スプリッターが

必要となる。積層方向に光結合した3次元型の方向性結

合器による偏波スプリッターを開発した。1層目の SiN

導波路層を作製した後、導波路を SiO2でカバーし、

CMP 研磨により SiO2表面を平坦化した。その後、研磨

表面の粗さを除去するために、レジストを塗布して再度

平坦化しドライエッチングを施した。SiO2とレジスト

のドライエッチング時の選択比が1：1であることを利用

して、微視的に平坦な表面を得ることに成功した。これ

により表面粗さによる光損失の抑制した第二層目の

SiN 導波路を形成することが可能となった。1535-

1565nm の波長範囲で、16dB 以上の偏波消光比を得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サブバンド間遷移、超高速全光デバイス、

集積光回路、光信号処理 

 

［研 究 題 目］極限環境下の生物多様性－モデルサイ

トとしての南極湖沼 

文部科学省 科研費(研究分担者) 

［研究代表者］星野 保（バイオマスリファイナリー研

究センター） 

［研究担当者］星野 保（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 南極大陸は、様々な人為起源の環境攪乱が未だおよん

でいない地域であるが、同時に環境変動の影響を受け易

い敏感で脆弱な生態系をもつ。温暖化による氷床の融解

が危惧されている中、攪乱を受ける瀬戸際にある南極陸

上生態系の現状を総合的に把握し、その変動を監視する

体制を整えることが急務となっている。本研究では、南

極大陸沿岸露岩域に点在する湖沼を、環境攪乱による影

響を評価するモデル生態系と設定し、その生物多様性の

全体像の解明と変動監視体制の確立を目的とする。 

 本年度、南極湖沼の優占菌類である担子菌酵母

Mrakia blollopis の環境適応能に関して検討を行なった。

湖沼堆積物および湖岸土壌からの分離菌株の半数以上は

担子菌酵母であり、特に Mrakia 属菌は総分離株の40%
以上を占める特殊な生態系である。本属分離株は多様な

有機物分解能をもち、特に M. blollopis は糖類から脂質

まで高い分解能を有していた。人為的な影響下での本菌

の動態を確認するため、低温にて馴養した活性汚泥を含

むモデル排水に添加した。本菌の添加によって、約2割

の有機物分解能の向上が確認された。また、水温を3～

25℃まで変化させ200日以上培養した場合、水温25℃で

50日間経過しても、死滅することが無く、その後10℃以

下で培養すると再び菌数の増加が確認されることから、

本菌は高い環境適応能を有することが確認された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］南極、気候変動、生物種多様性 

 

［研 究 題 目］生きる化石「接合菌類」の多様性から

読み解く菌類の陸上進出と繁栄 

［研究代表者］星野 保（バイオマスリファイナリー研

究センター） 
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［研究担当者］星野 保（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、菌界の進化過程を探る上で重要な鍵を握

る“生きた化石”接合菌類について、徹底した一点（温

帯）および広域（熱帯）でのインベントリー調査を実施

し、得られた新規分類群の菌株・標本に関して、網羅的

に塩基配列情報を蓄積し高精度の系統樹構築を行う。ま

た、その系統樹上に肉付けをする進化的イベントとして

菌類の陸上化に関わる鞭毛の欠失（細胞分裂装置構造の

比較）、菌根の起源（菌根形成能の検討）を解析し、進

化過程を反映した旧接合菌門の分類体系の改訂を行うこ

とを目的とする。 

 本年度、温帯積雪地域の Pythium 属雪腐病菌、P. 
iwayamai、P. paddicum の菌糸体および遊走子嚢は1回

の凍結融解処理によりすべて死滅した。一方、南極圏か

ら分離した P. polare は採集地が南下するに従い菌糸

体・遊走子嚢いずれの生存率も増加し、極地の

Pyhitum 属菌は類縁種に比して高い凍結耐性を有して

いた。さらに低温順化した植物（ベントグラス）に上記

3種を感染させ、宿主の凍結融解を3回繰り返した後、培

養を行うと供試菌株のすべてが100%再分離できた。凍

結融解処理を行った P. iwayamai 遊走子嚢は凍結によ

る脱水により、細胞質が凝集した。一方、宿主細胞内の

P. iwayamai 菌糸は、凍結融解処理による影響は認めら

れず、健全な状態であった。上記の結果から、

Pythium 属雪腐病菌は菌糸体・遊走子嚢単独では凍結

融解により死滅するが、宿主植物に感染し、未凍結環境

である宿主細胞に侵入することで凍結障害を回避してい

ると判断した。これまでの結果と合わせて、雪腐病菌は

分類群ごとに凍結に対して異なる適応様式を示すことが

明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］接合菌類、環境適応、生物種多様性 

 

［研 究 題 目］Bach1により制御される関節軟骨保護機

構の解明と ZFP による新規治療法の開

発 

［研究代表者］加藤 義雄 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 義雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

変形性関節症は、我が国においてその患者数は約1000

万人ともいわれている。変形性関節症は、主に加齢、メ

カニカルストレスの蓄積、炎症といった危険因子による

関節環境の変化から軟骨代謝バランスの破綻をきたし、

関節軟骨の変性・破壊を引き起こす。しかし、現在まで

変形性関節症に対する治療は、痛みに対する対処療法で

あり、その原因療法や早期診断法の確立には至っていな

い。これらの問題を解決するためには、変形性関節症発

症の分子機構をより明らかにすることで、変形性関節症

予防・治療や初期診断につながる原因療法を目指した標

的分子を解明していくことが必要である。 

 Bach1は、抗酸化など細胞保護作用を有しているヘム

オキシゲナーゼ-1を抑制する転写因子である。したがっ

て、Bach1の抑制は細胞保護作用を向上させる可能性が

あり、Bach1を抑制する手法が開発することが、変形性

関節症の予防もしくは治療につながる可能性がある。

我々は、ジンクフィンガータンパク質（ZFP）を用いた

新しい遺伝子抑制法の開発を行い、Bach1の遺伝子発現

を抑制しようと試みている。ZFP には、細胞膜を透過

するという機能があることから、患部の細胞内の遺伝子

発現を抑制できるタンパク質薬剤として使用できる可能

性がある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］変形性関節症、Bach1、ジンクフィンガ

ータンパク質 

 

［研 究 題 目］多機能ゲルが誘導する軟骨自然再生にお

ける間葉系細胞内情報伝達機構の解明 

［研究代表者］近江谷 克裕 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 北大の安田らは、多機能生体材料 PAMPS ／

PDMAAm ダブルネットワーク（DN）ゲルが硝子軟骨

の in vivo 自然再生を誘導する現象を世界で初めて発見

した。本研究の目的は、この軟骨自然再生現象において、

多機能 DN ゲルが間葉系細胞を軟骨細胞へ分化させる

過程の遺伝子発現、代謝のダイナミックスを解析するこ

とにより、合成ゲルに誘導される軟骨分化の細胞内情報

伝達機構を解明することである。本年度は ATDC5細胞

の軟骨細胞への分化過程において、多機能ゲルの影響、

インスリンの有無の影響を考察するため、どのような遺

伝子群が発現するか DNA チップを用いた網羅的な遺伝

子発現の解析を行った。サンプルとしては PAMPS ゲ

ル、PS ゲル（インスリン添加）、PS ゲル（インスリン

無添加）上で ATDC5細胞を培養、培養後1、2、3、5日

後の4点でサンプルを回収・抽出したトータル RNA を

用いた。抽出 RNA は定量、純度を測定、ほぼ均一に抽

出されたことを確認後、マウス DNA チップを用い、1

色法によって1対1比較を行った。従来、ATDC5細胞は

PAPMS ゲルではインスリンがなくても軟骨に分化、

PS ゲルではインスリンが分化に必要であった。遺伝子

網羅的な解析において、インスリン様成長因子に注目し

た結果、PAPMS ゲルでは1日目から発現し、5日まで増

加しているが、PS ゲルではほとんど発現が認められな

かった。但し、PS ゲルにインスリンを加えた細胞群で

は5日目に有意な増加がみられた。これらの結果、

PAPMS ゲルにはインスリン様成長因子の遺伝子発現を

誘導する作用があることが示唆された。一方、PAPMS
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ゲルでのみ発現が誘導される遺伝子として、組織メタロ

プロテアーゼ阻害物質が見いだされた。機能は不明であ

るが、バイオマーカーとしての可能性が示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療、軟骨、プロテオミクス 

 

［研 究 題 目］非 DNA に対する放射線損傷に伴う生物

影響の検討 

［研究代表者］加藤 大（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 大（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、非 DNA 性の核酸生体分子である RNA
分子が、放射線によって損傷した場合の生体影響を多角

的に解析し、どのような生物学的効果を示すかを in 
vitro および in vivo 実験で検証することが目的である。

リボ核酸の一種であるアデノシン三リン酸（ATP）は、

生体エネルギー供与物質として多様な生化学反応へエネ

ルギーを供与している。さらに、遺伝情報の仲介物質で

あるメッセンジャーRNA を合成するための基質でもあ

るため、遺伝子情報の正確な発現にも重要な働きをして

いる。そのため、ATP の塩基部位に生じる僅かな分子

変異が、この RNA 合成にも深く関わり、突然変異や発

がんの原因となる可能性がある。そこで、本課題では、

DNA 以外の分子が損傷を受けた場合に引き起こす生物

効果を指標として ATP の生化学機能を網羅的に解析す

る。 

 平成25年度は、放射線照射による ATP 分子の変化を

分析するため、溶液状 ATP 分子に対してγ線照射を段

階的に行い、液体クロマトグラフを用いた測定を行った。

液体クロマトグラフの検出器としてすべての核酸分子を

直接酸化検出なナノカーボン電極を配置し、上述のγ線

照射試料の分析を行った。その結果、γ線の照射量に応

じリン酸基の加水分解に伴う ATP 量の減少が見られた

ことに加え、5Gy のγ線を照射した ATP 試料のみ、未

知ピークが観察され、質量分析と同様の分子変化が確認

された。電気化学的反応によって検出された観点から、

アデニン環構造の破壊が起きている可能性は低く、不飽

和二重結合への水酸基の付加反応や、アミノ基の酸化反

応が進行していることが推察された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノカーボン、ATP、放射光、非 DNA、 
分子変化 

 

［研 究 題 目］複合機能プローブシステムによるバイ 

オ・ナノ材料の分子スケール機能可視化 

［研究代表者］平田 芳樹 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］平田 芳樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 液中高分解能 FM-AFM イメージング技術およびデュ

アルプローブ AFM 技術を基盤として、生体膜上のさま

ざまな機能性分子の機能情報と構造情報を分子スケール

で識別・可視化する新たな分子機能イメージング法を確

立し、これら生体分子の細胞生理機能における微視的役

割を解明することを目的としている。 

［モデル生体膜の作製］ 

 情報伝達や物質移動に関わる機能性生体分子は細胞膜

に存在している場合が多く、そのままの状態では SPM
計測に不都合なため、モデル生体膜として固体基板上に

吸着させた脂質二分子膜内に生体分子を再構成する手法

であるサポーテッドメンブレン法を試みた。バクテリオ

ロドプシン分子を埋め込んだ系では、タンパク内の色素

やピークシフトの有無から組込み量や活性保持が保持さ

れている事が確かめられた。また、AFM 観察によって

脂質膜内にタンパク質のユニットが3量体のまま埋め込

まれている事がわかり、モデル分子系を再構成である事

を示した。 

［生体分子周囲の水和構造可視化］ 

 複雑な柔構造を有する生体分子試料における水和構造

計測を実現するため、探針駆動制御の精度および周波数

帯域を改善し、複雑な形状試料においても高精度で探針

が追従できるよう工夫した。その結果、生体分子系にお

いても安定に水和構造計測ができることが確認された。

具体的な例としては水チャネルであるアクアポリンの2

次元結晶状膜断片をブタ眼球のレンズファイバーから分

離してマイカ表面に吸着させた試料では、格子状に並ん

だ分子構造が観察できた。さらに、この上に形成されて

いる水和層の膜面上の変動周期が２次元結晶の格子周期

と良く一致している事を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー、ライフサイエンス 

［キーワード］走査プローブ顕微鏡、水和構造、機能性

タンパク質、モデル生体膜 

 

［研 究 題 目］細胞シグナリング複合体によるシグナル

検知・伝達・応答の構造的基礎 

［研究代表者］佐藤 主税 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 主税、三尾 和弘、川田 正晃 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 細胞におけるシグナル伝達と制御の主役を担うのはタ

ンパク質複合体である。本研究では複合体構造を、精製

タンパク質の透過電子顕微鏡（TEM）画像から情報学

的再構成により立体構造を導き出す単粒子解析法と、細

胞を水溶液中で固定・ラベルするだけで複合体の局在を

高分解能で決定する大気圧走査電子顕微鏡（ASEM）

を組み合わせて解析し、その機能を明らかにする。  

研究計画： 

 単粒子解析の画像解析プログラムの自動化と精度を向
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上させ、不安定な複合体で完全会合体の割合がある程度

低くとも、その構造が解明できる方法へと改良する。そ

のために、確率概念を用いた計算自動化プログラムを開

発する。 

 シグナル制御を行うタンパク質複合体の機能を理解す

るためには、大気圧電子顕微鏡 ASEM によって細胞内

での局在と離合集散とを高分解能で観察することが必要

である。タンパク質3次元微小結晶を ASEM を用いて

高分解能で観察することで、微小3次元結晶染色法を開

発し、シグナル制御複合体のより良い3次元結晶化条件

を ASEM を用いて探す。 

年度進捗状況： 

 本項目によって、領域内での連携をさらに深め、共同

研究の進展を図った。単粒子解析の画像解析プログラム

の精度を向上させ、完全会合体の割合が低い不安定なチ

ャネル複合体でも、解析できる方法を開発した。この方

法を用いて、実際に動的な複合体である microtubule
を解析した。シグナル制御を行う複合体の多くは、動的

に離合集散を繰り返し、細胞内での配置を換えながら機

能する。これらの局在を観察するために、新たに開発し

た大気圧走査電子顕微鏡（ASEM）を用いた水中免疫

電顕法の開発に成功した。離合集散を繰り返す複合体で

ある細胞骨格の microtubule・F-actin が初代培養神経

細胞がシナプス形成するときに起こす変化を水中免疫電

顕撮影に成功した。マイコプラズマの足複合体に相当す

る構造の免疫電顕高分解能撮影に成功した。さらに、ニ

ューロンのシナプス形成におけるプレシナプス構造の詳

細観察と免疫電顕に ASEM を用いて成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］シグナル伝達、分子複合体、電子顕微鏡、

タンパク質構造、イオンチャネル 

 

［研 究 題 目］有機反応ダイナミクス支配現象の微視的

解析 

［研究代表者］古明地 勇人 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］古明地 勇人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 化学反応がなぜどのように進行するかを、溶媒も含め

た全分子のダイナミクスに基づいて、分子レベルで明ら

かにすることを目的とする。 

研究計画： 

 上記の目標遂行のためには、溶媒を含めた、全分子系

を量子化学的解析を可能にする、第一原理分子動力学法

を発展させる。具体的には、フラグメント分子軌道法

（FMO）に基づく分子動力学（MD）、FMO-MD 法の

方法とソフトを開発発展させる。溶媒の動的関与が重要

な代表例反応をとりあげ、速度論的解析を行い、さらに

FMO-MD 法による溶液反応シミュレーションを実施し、

溶媒和ダイナミクス解析を行う。 

年度進捗状況： 

 H25年度は、FMO-MD 法のプログラムの発展的開発

を行った。FMO 法は分子軌道法プログラムの ABINIT-
MP に導入されているが、H24-25に掛けて、ABINIT-
MP に FMO-MD 法を直接実装した。この新規バージョ

ンを H26年度に公開するために、動作試験とマニュア

ル作成を行った。一方、FMO-MD 法を、将来的に生体

分子の反応シミュレーションに展開するための基礎デー

タとして、水和 DNA の電子状態計算を FMO 法で行っ

た。その結果、水和により DNA 内の塩基間相互作用が

大きく変化すること、それは主に静電相互作用の変化に

よること、などが明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］計算機シミュレーション、電子状態、化

学反応 

 

［研 究 題 目］量子・情報科学理論の融合による生体反

応場の統合的解析 

［研究代表者］舘野 賢（兵庫県立大学） 

［研究担当者］山崎 和彦、山崎 智子（バイオメディ

カル研究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 遺伝子の発現調節や複製において主要な生体反応場を

構成するゲノム DNA では、細胞の状態変化に対応し、

超らせん状態を含む様々な構造変換が行われている。本

研究では、その制御に関わるタンパク質因子が超らせん

DNA を認識・結合する機構を解明し、反応場の転換の

仕組みの一端を明らかにすることを目的とする。分担研

究においては、円二色性分光法、NMR 分光法、表面プ

ラズモン共鳴法などの物理化学的実験により、タンパク

質・核酸相互作用に関する詳細なパラメータを決定する。

これらのパラメータと分子生物実験による知見・パラメ

ータと併せ、計算科学的手法を用いて、タンパク質核酸

複合体の立体構造モデルや超らせん認識機構に関する数

理モデルを構築する。 

 本年度は、円二色性分光法、NMR 分光法、表面プラ

ズモン共鳴により、タンパク質因子とプラスミド DNA
の相互作用解析を行った。円二色性分光法において、プ

ラスミドの超らせん状態の違いにより、タンパク質が結

合した場合のスペクトル変化の状態が大きく異なること

を見いだした。円二色性、NMR スペクトル変化のタン

パク質濃度依存性や表面プラズモン共鳴実験による結合

キネティクス解析により、結合強度、結合の量比、結

合・解離速度などのパラメータを得ることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］DNA 超らせん、タンパク質核酸相互作

用、立体構造、NMR、計算科学、構造

転移の数理モデリング 
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［研 究 題 目］放射光軟 X 線を用いて誘発した ATP の

分子変異の誘発による生物効果の制御 

［研究代表者］加藤 大（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 大（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、放射光軟 X 線のもつ元素選択性を利用

して、RNA 合成や放射線バイスタンダー効果などの生

物効果を制御する手法を確立することにより、細胞の放

射線感受性を制御することが目的である。そのために、

生体内における様々な生化学反応の担い手として最も重

要な物質の一つである ATP に着目した。まず、放射光

軟 X 線を用いて ATP に生物効果を顕著に変化させるよ

うな特異的な構造変異を誘発させる。そして、その変異

の種類に伴って変化する生物反応・生化学反応を解析す

る。それにより、軟 X 線の波長や光量と分子構造変異

の関係、ならびにこれら変異がもたらす ATP の生物効

果（エネルギー供与能力、遺伝情報伝達能力、及び細胞

間情報伝達能力など）に対する系統的な知見を得ること

ができる。 

平成25年度は、溶液状 ATP 分子に対してγ線照射を

段階的に行い、それらが試料に与える影響を質量分析、

軟 X 線吸収スペクトルおよび電気化学分析を用い検討

した。これらのうち、我々は電気化学分析を担当し、高

速液体クロマトグラフィーとナノカーボン薄膜電極の組

み合わせによって、ATP、ADP、AMP などを安定に分

離・定量出来る計測条件を最適化した。その結果、γ線

の照射量に応じリン酸基の加水分解に伴う ATP 量の減

少が見られ、逆に分解により生成した ADP 分子は全体

の2.5%程度以下であることを見出した。これらの結果

は質量分析などの解析法でもほぼ同等の結果が得られる

ことが確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノカーボン、ATP、放射光、分子変化 

 

［研 究 題 目］内在性線維芽細胞・基質複合体被覆下に

おける移植腱マトリクス再構築機序の解

明と制御 

［研究代表者］近江谷 克裕 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

北海道大学の近藤らは、臨床研究で問題となっている

自家移植腱の力学的劣化現象の本質が、内在性線維芽細

胞壊死後に浸潤する外来性線維芽細胞が起こすマトリッ

クス再構築現象であることを、その分子機序と共に明ら

かにしてきた。そこで大動物モデルを用いて行う本研究

の目的は、自家移植腱マトリックスを「内在性線維芽細

胞・基質複合体」で被覆することによって外来性線維芽

細胞の浸潤を阻止し、そこから内在性線維芽細胞のみを

浸潤させることが移植腱マトリックス再構築現象に与え

る効果とその分子機序の解明が重要な課題となっている。

産総研の近江谷らはウミホタルルシフェラーゼの糖鎖に

インドシアニンなどの色素を化学的に結合させると、ウ

ミホタルのルシフェリン・ルシフェラーゼ反応で生まれ

た光が励起光となって結合した色素を励起し近赤外光が

生まれる発光プローブの開発に成功した。さらにこの近

赤外光プローブを抗体に融合させると生体内でも対象と

なる抗原を追跡できることを証明した。そこで本研究で

は再構築現象を追跡できる光プローブの作成を目指した。

本年度は昨年度同様に近赤外光プローブを作成、抗体と

融合するためのビオチン化修飾後、精製し、各種抗体と

融合させたプローブ群を作成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］自家移植腱マトリックス、光イメージン

グ、ルシフェラーゼ 

 

［研 究 題 目］加齢による血栓傾向とその日内リズムを

改善する食品成分探索と新規機能性食品

の開発 

［研究代表者］大石 勝隆 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］大石 勝隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

現在我が国においては5人に1人が睡眠に問題を抱えて

いるとされ、高齢者においては3人に1人ともいわれてい

る。睡眠障害は、うつ病や神経症などの精神疾患のみな

らず、肥満や糖尿病、高血圧、メタボリックシンドロー

ムなどの代謝性疾患の原因ともなっており、2006年には

日本における睡眠障害の経済損失が3.5兆円（医療費を

含めると5兆円）との発表もなされた。その大きな原因

は、社会の24時間化による生活リズムの乱れと、社会の

高齢化であると考えられている。本研究課題においては、

加齢に伴う生体リズムの乱れと血栓傾向との関連性を明

らかにしようとするものである。 

今年度は、生体リズムの乱れた睡眠障害モデルマウス

として、明暗サイクルを通常の明期12時間：暗期12時間

（LD12:12）から、明期3時間：暗期3時間（LD3:3）に

変化させることにより活動リズムを撹乱する実験を行っ

た。行動リズムの乱れが末梢時計に与える影響について

調べるために、肝臓や心臓、白色脂肪組織における時計

遺伝子の発現リズムを検討したところ、Per1や Per2な
どの時計遺伝子の日周発現が乱れていることが確認され

た。血液線溶系の強力な阻害因子で、時計分子 CLOCK
や BMAL1/2によって直接的に転写制御されている

Pai-1遺伝子の発現について調べたところ、発現リズム

の消失が確認された一方で、発現量の変化は認められず、

リズム障害による血栓症の発症リスクの変化は示唆され

なかった。今後は、PAI-1以外の血液凝固線溶分子の発

現への影響を調べるとともに、我々が独自に開発した、

ストレス性睡眠障害モデル動物を使った検討を行う計画
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である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］体内時計、加齢、サーカディアンリズム、

血栓症、時計遺伝子 

 

［研 究 題 目］シグナル制御複合体の構造と細胞内局在

の電子顕微鏡解析 

［研究代表者］佐藤 主税 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 主税、三尾 和弘、川田 正晃 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 細胞におけるシグナル伝達と制御の主役を担うのはタ

ンパク質複合体である。本研究では複合体構造を、精製

タンパク質の透過電子顕微鏡（TEM）画像から情報学

的再構成により立体構造を導き出す単粒子解析法と、細

胞を水溶液中で固定・ラベルするだけで複合体の局在を

高分解能で決定する大気圧走査電子顕微鏡（ASEM）

を組み合わせて解析し、その機能を明らかにする。  

研究計画： 

 単粒子解析の画像解析プログラムの精度を向上させ、

不安定な複合体で完全会合体の割合がある程度低くとも、

その構造が解明できる方法へと改良する。 

 シグナル制御を行うタンパク質複合体の機能を理解す

るためには、大気圧電子顕微鏡 ASEM によって細胞内

での局在と離合集散とを高分解能で観察することが必要

である。タンパク質3次元微小結晶を ASEM を用いて

高分解能で観察することで、微小3次元結晶染色法を開

発し、シグナル制御複合体のより良い3次元結晶化条件

を ASEM を用いて探す。 

年度進捗状況： 

 単粒子解析の画像解析プログラムの精度を向上させ、

完全会合体の割合が低い不安定なチャネル複合体でも、

解析できる方法を開発した。この方法を用いて、実際に

動的な複合体である microtubule を解析した。シグナ

ル制御を行う複合体の多くは、動的に離合集散を繰り返

し、細胞内での配置を換えながら機能する。これらの局

在を観察するために、新たに開発した大気圧走査電子顕

微鏡（ASEM）を用いた水中免疫電顕法の開発に成功

した。離合集散を繰り返す複合体である細胞骨格の

microtubule・F-actin が初代培養神経細胞がシナプス

形成するときに起こす変化を水中免疫電顕撮影に成功し

た。マイコプラズマの免疫電顕高分解能撮影に成功した。

さらに、ニューロンのシナプス形成におけるプレシナプ

ス構造の誘導を、磁気ビーズに結合した誘因タンパク質

により行うことに成功し、さらに詳細観察と免疫電顕に

ASEM を用いて成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］シグナル伝達、分子複合体、電子顕微鏡、

タンパク質構造、イオンチャネル 

 

［研 究 題 目］少数のダイニンと微小管から成る振動系

の作成と構造・機能研究 

［研究代表者］広瀬 恵子 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］広瀬 恵子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 繊毛・鞭毛の波打ち運動は、ATP 加水分解のエネル

ギーを利用して微小管上をマイナス端方向に移動する分

子モーターダイニンによって駆動される。ダイニン分子

は繊毛・鞭毛内で規則的に配列し、互いに協調し、また、

力などの因子による制御を受けながら機能するが、その

仕組みを理解するためには、実際に力を出して運動して

いるダイニンの構造を高分解能で明らかにする必要があ

る。しかし、力学的負荷のもとで運動中のダイニンの構

造に関する知見は、現在までほとんど得られていない。

そこで本研究では、このようなダイニンの構造を低温電

子顕微鏡で解析することを目的とし、少数のダイニン分

子と微小管、微小管架橋構造から成る系を開発した。 

 緑藻クラミドモナスから軸糸外腕ダイニンを抽出し、

長さを短くした微小管に結合させて、1マイクロメート

ル程度の微小管二本の間に十～数十個のダイニン分子が

規則的に並んだ複合体を作成することができた。ATP
を加えて運動が起こると微小管が滑り合って複合体が解

離してしまうため、DNA 折り紙法を利用したリンカー

で微小管同士を架橋した。ビオチン化した微小管を用い

てダイニン-微小管複合体を作成し、両端をビオチン化

した DNA 折り紙架橋構造を用いて、ストレプトアビジン

を介した架橋を行った。作成したダイニン－微小管－

DNA 架橋複合体に ATP を加えて急速凍結することに

より、力発生中のダイニンの構造を電子顕微鏡で観察す

ることができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］分子モーター、細胞運動、鞭毛・繊毛、

電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］アメーバ運動を統御するアクチン構造多

型マシナリー 

［研究代表者］上田 太郎 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］上田 太郎、長崎 晃 

（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の主たる目的は、アクチン結合ドメインとアク

チンフィラメントの結合が協同的か、また二つのアクチ

ン結合ドメインが排他的もしくは協調的にアクチンフィ

ラメントと結合するかを解明することである。手法とし

ては、蛍光顕微鏡による直接観察法と、アクチンフィラ

メントを超遠心し、共沈するアクチン結合ドメインの量
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を定量する方法を想定している他、本新学術領域総括班

が提供するさまざまな先進測定・観察技術を活用する。  

１．HMM とコフィリンが、それぞれ相互排他的にアク

チンフィラメントと協同的に結合する減少については、

補充実験を行い、論文投稿の準備を進めた。 

２．さまざまなアクチン結合タンパク質のアクチン結合

ドメインを GFP 融合タンパク質として細胞性粘菌で

発現し、細胞内の特定のアクチンフィラメントと結合

するアクチン結合ドメインを複数種同定した。これら

は、細胞内アクチンフィラメントの構造多型性を認識

して局在している可能性が高いと考えている。 

３．コフィリンがアクチンフィラメントに協同的に結合

する際のアクチンフィラメントの構造変化を、高速原

子間力顕微鏡により観察した。その結果、コフィリン

はクラスター状にアクチンフィラメントと結合するが、

これにより引き起こされる、らせんピッチの短縮を伴

うアクチンフィラメントの構造変化は、フィラメント

のマイナス端方向へ一方向的に伝播することを見出し

た。またコフィリンクラスターの伸長方向もマイナス

端方向へ一方向的であった。これは、アクチンフィラ

メントの一方向的な協同的構造変化を初めて実証した

結果である。なおこの実験は、総括班の金沢大学古寺

准教授の全面的な協力を得て行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アクチンフィラメント、アクチン結合タ

ンパク質、協同的構造変化、高速原子間

力顕微鏡 

 

［研 究 題 目］SecDF のタンパク質膜透過促進機構に

関する電子顕微鏡構造解析 

［研究代表者］三尾 和弘 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］三尾 和弘、（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

SecDF はトランスロコン複合体において、膜を通過

したペプチドをつかんでペリプラズム側に引き上げるこ

とで、淀みないペプチド輸送を可能にする。結晶解析か

ら SecDF にはペプチド引き上げの初期状態（F 型）と、

後期状態（I 型）の少なくとも2つの構造があることが

示唆されたが、現在のところ解析に成功しているのは F
型のみで、I 型についてはペプチド結合領域 P1の部分

結晶しか得られていない。輸送機構の全容を理解するた

めに、I 型の構造解明が望まれている。 

ペプチド引き上げの最終段階と考えられる I 型構造を

電子顕微鏡解析で確認することを目的に実験を行った。

予備的検討において溶液中には F 型および I 型構造が

混在し、さらにそれらの中間構造と思われる分子の存在

も確認された。STEM トモグラフィーを用いた解析に

より、野生型 SecDF の三次元構造解析を行ったところ、

大きく2つのグループに分けられ、それぞれ F 型および

I 型構造に対応するものと考えられた。さらに単粒子解

析法の技術を用い負染色画像からの三次元構築を行った

ところ、STEM トモグラフィー同様 F 型および I 型構

造に相当する2つの構造体を示すことができた。また I
型のみを効率よく選び出すために。Ile106と Leu243を
システイン置換したコンストラクトを用い、分子内架橋

によって I 型構造比率を高めた試料を作成した。電気泳

動等の生化学手法で十分架橋されたことを確認した後電

子顕微鏡撮影でデータ取得し、単粒子解析法で構造決定

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質構造解析、膜蛋白質、電子顕

微鏡、画像情報処理 
 

［研 究 題 目］CRISPR システムにおけるエフェクタ

ー複合体の構造機能解析 

［研究代表者］沼田 倫征 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］沼田 倫征（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

CRISPR-Cas システムでは、まず、細胞内に侵入し

てきた外来 DNA の一部が、宿主ゲノムに取り込まれる。

取り込まれた DNA 配列から合成された crRNA は、

Cas タンパク質と会合してエフェクター複合体を形成し、

crRNA と配列相補的な外来核酸を特異的に認識し分解

する。タイプ III のエフェクター複合体は、crRNA と5

種の Csm タンパク質からなる Csm 複合体と、6種の

Cmr タンパク質からなる Cmr 複合体に大別される。 

今年度は、Csm 複合体を構成する Csm3と Csm4との

複合体の結晶構造の決定を試みた。まず、これらタンパ

ク質を共発現させ、各種クロマトグラフィーを用いて、

複合体として精製した。Csm3-Csm4複合体の結晶化を

スクリーニングした結果、単結晶を得ることに成功した。

次に、大型放射光施設フォトンファクトリーにて回折実

験を行い、3.1～3.2Å分解能の回折データを収集した。

結晶の位相はセレノメチオニン置換体結晶を用いた

SAD 法により決定した。Csm3-Csm4複合体の構造を

解析した結果、Csm4の構造が Cmr3と類似しているこ

とが明らかとなった。一方、Csm3の構造は Cas7と類

似していることが分かった。ゲルシフト解析を行ったと

ころ、Csm3-Csm4複合体は配列非特異的に ssRNA と

結合することが明らかになった。次に、Csm3と Csm4

のいずれのサブユニットが RNA 結合に関わるのか解明

するため、それぞれのサブユニットと ssRNA とのゲル

シフト解析を行った。その結果、Csm3は ssRNA とは

結合せず、Csm4が ssRNA との結合に関わることが分

かった。Csm4にはプラスにチャージした領域が存在し

ており、この塩基性領域に RNA が結合すると推定され

る。現在、変異体解析を進めているところである。また、

Cmr 複合体の再構成も進めており、これまでに、6種の
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Cmr タンパク質が相互作用し、crRNA と結合すること

を確認している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、酵素、核酸、RNA、結晶

構造解析 

 

［研 究 題 目］細胞内在化機能を有する抗体を利用した

安定かつ無毒性生体内イメージング技術 

［研究代表者］Kaul Sunil 
（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］カウル スニル、ワダワ レヌー 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 当研究室で見出したモータリン抗体は細胞内在化の性

質を持つことから、in vitro、in vivo を問わず、遺伝子

導入やイメージングの強力なツールとなることが予想さ

れる。しかし、モータリンを抗原とする全ての抗体が内

在化の性質を示すわけではなく、特異性と抗体価が同じ

でも内在化しない抗体もあり、内在化は特定のエピトー

プに限られた現象だと考えられる。本研究では細胞内在

化の分子機構を詳細に調べ、基礎研究、臨床研究に有用

なイメージング技術としての応用を目指した。 

 新規に作製した3つの抗モータリン抗体について、モ

ータリンタンパク質の欠損変異体と合成ペプチドを用い

て、各クローンの最終的なエピトープを決定した。各抗

体クローンにつき、6種のヒトがん細胞を用いて、細胞

への内在化能を調べた。内在化能を持つ抗体と持たない

抗体があり、それぞれ異なるエピトープを有していた。

がん細胞、間葉幹細胞、iPS 細胞を用い、抗体に量子ド

ットを結合させ、ナノ運搬体としての可能性を調べた。

in vitro、in vivo においても、これらの細胞では、長時

間にわたり量子ドットによるラベルが見られた。内在化

のメカニズムを複数の阻害剤で調べた結果、ナイスタチ

ンにより最も強く阻害されたことから、脂質ラフトを介

するエンドサイトーシスの関与が示唆された。さらに、

三つのラフト経路の阻害剤を用いて調べた結果、内在化

はダイナミン阻害剤で強く阻害される一方で、カベオリ

ン-1阻害剤と CDC42阻害剤には弱い効果を示した。こ

れらにより、抗モータリン抗体の細胞内在化は、ダイナ

ミンとカベオリンに依存性のエンドサイトーシスの関与

が大きいと結論した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］モータリン、抗体、イメージング 

 

［研 究 題 目］カーボンナノ構造薄膜電極の創成と薬物

代謝スクリーニングチップの開発 

［研究代表者］丹羽 修（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］丹羽 修、加藤 大、吉岡 恭子 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、ナノ構造を有する電極上に薬物代謝に関

与する酵素（チトクローム p450）を固定化し、薬物代

謝と阻害を電流値の変化でスクリーニングことを目的と

する。電子サイクロトロン共鳴スパッタ法で作製したカ

ーボン薄膜に UV/オゾン処理により形成したナノ構造

体電極上では、BOD の酸素還元電流が、30倍以上も向

上した。しかしながら昨年度サイズが大きいチトクロー

ム P450（CYP）で同様な実験を行ったところ、あまり

顕著な差は観測されなかった。そこで、より大きなナノ

空間を創りだせる材料としてカーボンナノファイバーを

薄膜カーボン電極に修飾し、それに CYP を吸着固定化

して酸素還元電流を測定したところナノファイバー電極

と CYP 間の直接電子移動による大きな酸素還元電流が

観測された。その系に薬物であるテストステロンを加え

ると還元電流は大きく増幅され薬物代謝の直接電子移動

に基づく電流を観測できた。また、同様にキュニジンを

加えても電流の増加が観測された。更に、代謝酵素活性

を阻害する薬物（ケトコナゾール）を加えると還元電流

は大きく低下した。以上の結果からナノカーボン電極を

用いた直接電子移動による薬物スクリーニングを観測す

ることに成功した。更に同様に表面にナノレベルの構造

を有するインジウム-錫酸化物（ITO）を用い、それに

CYP 酵素を修飾して測定を行ったところ、同様に薬物

代謝による還元電流増幅と阻害剤による現象を明瞭な差

で観測できることを確認した。更に ITO 電極では、純

度が高く高価な CYP の代わりにミクロゾーム画分を含

む CYP を用いても薬剤代謝に伴う電流計測は可能であ

った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノ構造カーボン、電気化学、薬物代謝、

阻害、チトクローム P450、カーボンナ

ノファイバー、インジウム－錫酸化物 

 

［研 究 題 目］臨床分離脳腫瘍由来のがん幹細胞に特異

的に作用する化合物の探索研究 

［研究代表者］新家 一男 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］新家 一男（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 がん細胞の特徴は、高い増殖力、細胞の不死化、周辺

組織への浸潤や転移など代表的であるが、全てのがん細

胞がこのような特徴全てを持っているわけでは無く、実

際にこれらの特徴を併せ持ち、ヒトや動物に癌を生じさ

せたり、進行させる能力（造腫瘍能）があるものは、全

体のごく一部である。そういった多様な機能を持ったが

ん細胞を作り続ける最も未分化な細胞をがん幹細胞と呼

ばれ、がんがこの幹細胞様の細胞から発生・進行すると

いう仮説（がん幹細胞仮説）が提唱されている。がん化

学療法において、薬剤耐性を含めた問題を克服するため

にも、このがん幹細胞を叩かなければならないと考えら
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れるようになってきており、がん幹細胞に対して作用を

示す化合物の発見が望まれている。 

平成25年度は、二種類の患者由来の GBM 細胞のうち、

より悪性度の高い1123（mesenchymal 由来）を用いて、

分化させた同細胞に対する細胞毒性と比較対象に用い、

一つの大きな sphere 塊に対して選択的に細胞死を誘導

するアッセイ系を用いて、がん幹細胞選択的阻害剤のス

クリーニングを行った。 

大きな sphere 塊を形成するために種々の検討を行っ

た結果、PrimeSurface プレートを用いることにより、

安定に大きな sphere 塊を形成させる系の確立に成功し

た。また、イメージアナライザーを併用することにより、

propidium iodide を用いて死細胞を染色定量すること

が可能になった。 

本アッセイ系を用いて、約5万ライブラリーについて

スクリーニングした結果、単離天然化合物ライブラリー

より、10個の化合物を活性物質として得た。さらに微生

物培養抽出サンプルを用いてスクリーニングを行った結

果、10個のヒットを得た。これらのヒットサンプルにつ

いて再現培養を行い、活性物質の単離、同定を行った結

果、一つの糸状菌が極めて強力に細胞死を誘導する物質

を産生していることを見出した。本化合物は、分子量

422あるいは448の化合物であることを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］がん幹細胞、スクリーニング、天然化合

物ライブラリー 

 

［研 究 題 目］新規発光・蛍光技術ソースの探索を目指

した発光生物調査 

［研究代表者］近江谷 克裕 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、三谷 恭雄、二橋 亮 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

新規発光・蛍光技術の確立、新規の生物発光・蛍光技

術を創出するソース探索のため、世界各地の発光生物及

びその共生微生物群を現地調査する。採取されたサンプ

ルは、現地協力者の実験室にて遺伝子を抽出、或いは低

分子化合物も抽出し、協力者の許諾のもと一部は現地の

研究者に、一部は申請代表者の産総研に持ち帰り、知財

確保、論文作成を目指す。本年度は、気候変動や現地協

力者の状況に応じて2カ国（中国、ブラジル）及び海外

との比較を行うことを目的に国内富山県魚津市を中心に

現地調査、研究打合せを行った。具体的には、①平成25

年8月29日－9月2日、研究代表者近江谷は中国での研究

協力者の中国科学院昆明動物研究所の Andy Liang 教授

とともに同教授が発見した発光甲虫の野外調査の一環と

して中国青海省黄河の源流域を調査した。本年度は予備

調査として現地の森林の環境調査を行った。季節的には

発光甲虫の採取は困難であったが、発光甲虫が生息可能

な地域であることを確認した。②平成25年9月30日－10

月2日まで上旬、共同研究者三谷と共に富山県魚津市に

て魚津水族館の協力を得て発光ゴカイの採取を行った。

発光ゴカイの遺伝子の抽出作業を行い、同時にライブラ

リーの作成を行った。現在、ルシフェラーゼ遺伝子のク

ローニングを行っている。③平成26年3月に研究代表者

近江谷、共同研究者三谷、二橋でブラジルサンパウロ、

国立サンカルロス大学 Viviani 教授を訪問、共同研究契

約のもとサンパウロ周辺の発光生物を調査した。インタ

ーバル国立公園にて鉄道虫の採取に成功した。また、

Viviani 教授と共に発光甲虫の進化・拡散を探るため、

ミトコンドリア遺伝子の解析を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］発光生物、ルシフェリン、ルシフェラー

ゼ、遺伝子資源 

 

［研 究 題 目］エストロゲン様化学物質影響評価のため

の細胞内新規シグナル伝達経路の解明 

［研究代表者］木山 亮一 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］木山 亮一（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 エストロゲンは、女性ホルモンとして様々な生理現象

に関わっているだけでなく、脳の性分化や性行動などの

神経内分泌機能にも大きく関与している。エストロゲン

の細胞に対する作用は、細胞核内の受容体に結合して様

々な遺伝子の発現を制御するいわゆるゲノミック経路が

知られているが、近年、膜受容体を介したノンゲノミッ

ク経路が明らかになってきた。ノンゲノミック経路によ

る細胞内シグナル伝達は転写を伴わないため数十分程度

の短時間でシグナル伝達が進むことから、細胞機能を短

時間で変化させるメカニズムとして重要である。我々

は、ノンゲノミック経路に関わる新規カスケードを明ら

かにすることで様々な生理現象や細胞機能のメカニズム

を解明し、さらに、エストロゲン製剤や機能性食品など

への応用の可能性を追求したい。本年度は、エストロゲ

ン様活性を有するが細胞増殖能は持たない「サイレント

エストロゲン」に属する化合物を明らかにし、特許申請

や学会発表などを行った。また、シグナル伝達カスケー

ドに関する包括的な検証を行い、いままでエストロゲン

との関与が明らかではなかった遺伝子について新しいシ

グナル伝達経路の関与を明らかにした。また、ラット脳

の性分化において、細胞運動に関与する新たなエストロ

ゲン応答経路、PKCδ/Rac1/PAK1/LIMK1/cofilin 経

路について解析を行った。今後は、新規シグナル伝達カ

スケードに関する天然物由来化合物を用いた検証を継続

することで、すでに得られた基本的なシグナルカスケー

ドに関する情報を統合して、新しいカスケードの探索を

おこない、エストロゲン製剤や機能性食品などへの応用

の可能性を検討したい。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］エストロゲン、シグナル伝達、脳神経

系、遺伝子発現プロファイリング、遺伝

子機能 

 
［研 究 題 目］張力によるアクチンの構造変化と、それ

に依存したミオシンの結合増加及び局在

制御 

［研究代表者］上田 太郎 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］上田 太郎（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、張力によるアクチンフィラメントの構造変

化を解明し、さらにそうした構造変化によるミオシン結

合量の増加ならびに細胞内局在変化するかを検証するた

めに、大別して三つのサブテーマに分かれた実験を行い、

最終的にそれらの結果を総合的に解釈してメカノセンサ

ーとしてのアクチンフィラメントの機能とそれによるミ

オシン機能の制御システムの理解を目指す。それぞれの

サブテーマの目標と昨年度の進捗は以下の通りである。 

１．目標：in vitro でアクチンフィラメントに張力を負

荷し、それによってミオシンモータードメインの結合

量が増えることを実証するとともに、構造変化を引き

起こすのに必要な力を見積もる。 

 進捗：力を負荷するための伸縮性基板上でアクチン

フィラメントを共焦点蛍光観察により観察し、さらに

GFP-S1がこれに結合する様子を観察した。  

２．目標：張力負荷時にアクチンフィラメントにどのよ

うな構造変化が起きるかを予測し、それを検出できる

ような蛍光プローブを開発して、in vitro および in 
vivo でプローブの蛍光変化を検出する。 

 進捗：MD シミュレーションの予測に基づき、分子

内 FRET アクチンを調製した。その特性を評価する

系（上記）の確立待ちとなっている。一方、分子内

FRET アクチンを細胞に導入して細胞内アクチンの

構造多型性を観察したところ、有望な予備的な成果が

得られた。 

３．目標：細胞内のアクチンフィラメントにどの程度の

張力がかかっているかを見積もり、in vitro で構造変

化を起こすのに必要と見積もられた力と比較する。 

 進捗：ピラー列上で細胞の観察を行った。意味のあ

るデータを取得できるような、ピラーのコンプライア

ンスの検討を行った。  

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アクチンフィラメント、メカノセンシン

グ、協同的構造変化 

 

［研 究 題 目］高分解能3次元組成分析システムの開発

と生物試料の解析 

［研究代表者］小椋 俊彦 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］小椋 俊彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

本研究では、大気圧下や水溶液中の生物サンプル及び

有機材料を高分解能で観察するための、電界放射型走査

電子顕微鏡を用いた新規の顕微鏡システムの開発を行う。

このシステムでは、従来の装置では困難であった、電子

線ダメージが無く、高コントラストでの撮像を可能とす

ると共に、1回の撮像によるサンプルの3次元構造と組成

情報を同時に解析することを目標とする。 

研究計画： 

本年度は、前年度に立ち上げた熱電子銃型走査電子顕

微鏡を用いた X 線検出システム及び、2次電子透過検出

システムを用いて、水溶液中の生物試料の観察を行うた

めの観察ホルダーの開発を行った。これと同時に生物試

料のダメージの検討と、3次元解析アルゴリズムの改良

を行う。 

年度進捗状況： 

 これまでの観察ホルダーは、大気圧環境を保持してい

たが、水溶液試料を封入すると水溶液の厚さが40µm 以

上となり、軟 X 線や電子線がほとんど透過せず、観察

が困難であった。そのため、厚さが10µm 以下となるよ

う改良を加え、かつ真空中での気密性を向上させた。こ

れにより、安定して水溶液中の生物サンプルの観察が可

能となった。軟 X 線の観察では、熱や X 線によるダメ

ージが予想以上に大きく、生きた状態での観察は困難で

あった。一方、透過2次電子は、数µの厚さを透過する

ことが難しく、観察自体が出来なかった。そのため、生

物試料へのダメージが少なく、かつ水溶液を良く透過す

る観察方法を新たに開発した。この方法では、水溶液中

の生物試料をダメージ無く、そのままの状態で観察でき

ることが確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、画像情報処理、非染色生物

試料、電子線ダメージ、3次元構造解析  

 
［研 究 題 目］ナノカーボン電極を用いたリムルス試薬

非依存型 LPS 定量デバイスの開発 

［研究代表者］加藤 大（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 大、吉岡 恭子、田中 睦生、 

丹羽 修（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 従 来 、 高 価 な リ ム ル ス 試 薬 を 必 要 と す る

lipopolysaccharide（LPS）の計測を、LPS を認識し、

なおかつ電気化学活性を有する合成プローブにより、電

極表面上でシグナル増幅させることで、高感度に LPS
を検出する方法の実現を目的とする。このような新規計

測法の性能向上を図るために、①表面が原子レベルで平

坦で極めてノイズ電流の小さいスパッタナノカーボン薄
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膜電極の表面構造の最適化、②電気化学活性基を有する

LPS 認識プローブ分子の開発、③測定系の微小流路デ

バイス化、の3項目を中心に検討し、リムルス試薬不要

な高感度 LPS 検出システムの実現をめざす。 

平成25年度は、下記の成果を得た。 

１．LPS 認識分子であるポリεリジン（PL）をナノカ

ーボン電極表面に固定化し、LPS の認識・濃縮を行

う反応場を構築した。PL 修飾電極上に LPS を捕捉

させた後に、フェロセンを標識した LPS 認識分子

（ポリミキシン B）プローブを添加し、前述の捕捉し

た LPS に作用させ吸着させた。最終的に電極上に捕

捉されたプローブ量に応じた電気シグナルを計測する

ことで LPS 定量を行った。その結果、リムルス試薬

を用いることなく2ng/mL の LPS まで定量できるこ

とを実証した。従来カーボン電極（グラッシーカーボ

ン）を用いた本測定系では、電極由来のノイズ電流の

影響を受け、2ng/mL の低濃度 LPS を定量すること

が不可能であったことから、ナノカーボン電極の有用

性が実証された。 

２．さらなる高感度 LPS 計測法の構築に向けて、フェ

ロセンに代替し金属錯体を標識した LPS 認識プロー

ブを設計した。LPS 認識分子と錯体部位の組合せを

模索し、新たな LPS 定量法を構築可能な新規プロー

ブの構造に目途をつけた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノカーボン、LPS、合成プローブ、マ

イクロ流路 

 

［研 究 題 目］アミノレブリン酸の X-線増感放射線療

法の検証と遺伝子発現解析による作用機

序の解明 

［研究代表者］高橋 淳子 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］高橋 淳子（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 プロトポルフィリン前駆体の5－アミノレブリン酸

（ALA）は生体に取り込まれ、特に腫瘍細胞に高濃度

にプロトポルフィリンが蓄積されることが知られている。

プロトポルフィリンは光励起により活性酸素を生じ細胞

内で起きると細胞死を導くことから、ALA は腫瘍等の

治療を目的とした光線力学的療法（Photodynamic 
therapy: PDT）の増感剤として用いられている。 

 我々は X 線照射によりプロトポルフィリンが活性酸

素を生じることを見いだした。放射線療法においてプロ

トポルフィリン前駆体 ALA の増感効果が得られれば、

深部低被曝悪性腫瘍の治療法として臨床に用いることが

可能となる。そこで、担がん動物モデルを用いて、アミ

ノレブリン酸の X-線増感放射線療法の効果の検証し、

遺伝子伝子発現解析による作用機序の解明を行うことと

した。 

 平成25年度は B16黒色腫固形癌マウスに対し、ALA
の投与濃度、投与経路、投与時間と腫瘍内プロトポルフ

ィリン濃度のデータを取得し、複数のプロトポルフィリ

ン濃度条件に対して異なる線量の X 線照射を行い、腫

瘍抑制効果の評価を行った。またマイクロアレイを用い

て、腫瘍組織の網羅的遺伝子発現解析を行い、ALA 投

与による作用機序の検討を行った。今後も引き続き、異

なる種類の癌を用いて、アミノレブリン酸の X 線増感

剤としての有用性の検証を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］放射線療法、X 線増感剤、5－アミノレ

ブリン酸、ポルフィリン、遺伝子発現解

析 

 

［研 究 題 目］休止期の毛包に高発現する細胞増殖因子

は毛成長をどのように制御するか？ 

［研究代表者］今村 亨（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］今村 亨（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

マウスの毛成長周期を制御する因子を論理的に解析す

るため、人為的に同調させた毛周期上の様々な時期の遺

伝子発現を解析した結果、研究代表者らは休止期毛包に

おいて細胞増殖因子 FGF18が高発現することを見出し

た。そこで FGF18が、周期的な毛成長の制御において

どのような役割を担っているかを明らかにすることを目

標として、本研究を実施した。本研究では、①皮膚特異

的に Fgf18遺伝子をノックアウトしたマウスを Cre-
loxP 法により作成してその表現型など生物現象を解析

すること、②毛包構成細胞の増殖分化と生体外（in 
vitro）毛包形成への FGF18の影響を解析すること、③

脱毛症と FGF18の関連を解析すること、を研究計画と

した。 

 平成25年度は、これまでの皮膚特異的 Fgf18遺伝子欠

損マウスの作成と解析によって得られた、「Fgf18はマ

ウス背部毛包の休止期を維持する決定的に重要な遺伝子

である」という画期的な知見の深化を目的として、遺伝

子欠損マウスの作成過程の帰結で生じた遺伝背景の複雑

さを低減し、より詳細な解析の精密度を高めるため、本

遺伝子欠損マウスを純系マウスと交配すること（バック

クロス）を進めるとともに、本系統の動物の遺伝系の解

析手法について改良を行った。さらに②において、マウ

ス皮膚から調製した真皮細胞と表皮細胞の混合培養を用

いて生体外で毛包を形成させる実験系を用いて、

FGF18が生体外毛包形成に与える影響を調べ、遺伝子

レベルだけでなく蛋白レベルでもその影響を記述した。

その結果、毛包形成と密接に関連する遺伝子やタンパク

質の発現を FGF18が調節することが示された。また、

広範な研究コミュニティからの要請に応えて、FGF18
が有する毛成長休止期維持活性についての知見の普及活

動を行った。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］毛成長周期、休止期、維持、FGF18 
 

［研 究 題 目］実用化を目指した血液脳関門透過型高分

子医薬デリバリーシステムの開発 

［研究代表者］近藤 哲朗 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近藤 哲朗（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、抗体医薬や核酸などの高分子医薬の開発が進み、

その特異性や劇的な治療効果から今後ますます需要が増

大すると予想されるが、これらは末梢組織の癌や自己免

疫疾患などを対象としたものが多い。一方、脳を標的と

した抗体医薬・蛋白医薬は、血液脳関門（Blood-brain 
barrier : BBB）が障壁となっており、実用化されてい

るものはほとんどないのが現状である。本研究計画では、

抗体医薬のみならず将来医薬としての効果が期待される

様々な機能蛋白・高分子を、指向性進化工学的手法を用

いて高機能化することによって脳へ非浸襲的に送達可能

にする新しいドラッグデリバリーシステムの技術開発を

行い、高齢社会が抱える深刻な中枢疾患の治療や予防法

の開発に貢献することを目標としている。機能性蛋白を

非浸襲的に脳へ送達可能にするアミノ酸配列モチーフを

創出するために、平成25年度は BBB での様々な物質輸

送メカニズムそのものをターゲットにしたアミノ酸配列

機能モチーフの探索をファージディスプレイ法を応用し

て行った。多孔質膜を用いてマウス脳毛細血管内皮細胞

とアストロサイトの共培養を行い、経上皮電気抵抗値

（TEER）の上昇を指標に in vitro BBB モデルを作成、

パニング法の改良と共にモデルの改良を重ねた。高次構

造に一定の束縛条件を付与したランダムペプチドファー

ジライブラリーを作成し、in vitro BBB モデルに対し

て目的の機能を示すアミノ酸配列モチーフのスクリーニ

ングを行った。現在までにモチーフの一つとして脳毛細

血管内皮細胞に特徴的に作用する機能モチーフ配列候補

群を得た（特許出願準備中）。現在さらに機能モチーフ

の創出を進めており、これらを用いて医薬候補となる機

能タンパクへの応用および生体投与の準備を進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高分子・タンパク医薬、DDS、中枢神 

経系、血液脳関門（BBB）、脳毛細血管

内皮細胞、アストロサイト、 in vitro 
BBB モデル、指向性進化工学 

 

［研 究 題 目］核内構造体パラスペックル形成の分子機

構・核内分布様式と生理機能 

［研究代表者］佐々木 保典 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐々木 保典（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

核内構造体パラスペックル（PS）は RNA－蛋白質複

合体であり、その形成・維持には機能性 RNA（NEAT1 
RNA）が必須である。PS の構成成分の多くが RNA 代

謝制御蛋白質であることから、PS は多くの機能を持つ

と考えられるものの詳細は明らかでない。本研究は、

PS が持つ構造と核内分布様式のダイナミクスに焦点を

絞り、PS 特有の形成機構を解明し、PS が核内で何ら

かの構造（体）と相互作用する可能性を探り、それら標

的の同定を試みる。さらに、それらと PS 蛋白質の標的

分子（RNA）探索とをあわせて多面的に PS の動態を

捉え、遺伝子発現制御機構等の観点から PS 機能を解き

明かすことを目的としている。 

今年度は、PS が NEAT1座位上で形成されることを

踏まえ、PS と相互作用する遺伝子座位の核内分布様式

を検討した。マウス NIH3T3細胞内でヒト BAC 由来

PS を形成するヘテロな系では、マウス Neat1座位は19

番染色体上にあり、ヒト NEAT1は非19番染色体上にあ

る。プロテアソーム阻害剤 MG132添加により PS を巨

大化した際の、PS 形成および核内分布様式を調べると、

マウス PS とヒト PS が独自に巨大化していた。さらに、

添加前には核内で離れていたマウス Neat1座位とヒト

NEAT1座位とが、しばしば近接した。この現象は PS
巨大化を介しており、PS に近接する他の遺伝子座位同

士が核内で近傍に集積する可能性を検証中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ゲノム、RNA、RNA 結合蛋白質、核内

構造体、遺伝子発現制御 

 

［研 究 題 目］後続バイオ医薬品開発を目指した環状化

サイトカインの分子設計と合成 

［研究代表者］本田 真也 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］本田 真也（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、バイオ医薬品として認可済みのサイ

トカインタンパク質の生体内安定性を向上させた後続バ

イオ医薬品の開発を目指して、同タンパク質を構成する

ポリペプチド主鎖の両末端を連結した環状化サイトカイ

ンを合成し、その機能と構造に関する in vitro 分子特性

を解析することである。平成25年度は、以下の3項目を

実施した。「環状化サイトカインの熱安定性解析」では、

円偏光二色性測定器を用いて試料溶液の温度を一定速度

で昇温し、得られた熱変性曲線を解析した。熱変性温度

と変性エンタルピーを定量的に評価したところ、サイト

カインの立体構造が環状化により安定化していることを

明らかにした。「環状化サイトカインの細胞増殖活性の

測定」では、細胞増殖活性は NFS-60細胞を用いてアッ

セイし、ロジスティック回帰により各々の試料の EC50

値を算出したところ、環状化サイトカインが活性な状態

を維持していることを確認した。「環状化サイトカイン
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のプロテアーゼ分解耐性解析」では、一定量のエキソプ

ロテアーゼと混合したときの試料の残存量を測定して、

サイトカインのプロテアーゼ分解耐性が環状化により向

上していることを明らかにした。以上の in vitro 分子特

性解析により、環状化サイトカインのレセプター結合活

性および細胞増殖活性は野生型と同等であり、かつその

構造安定性とプロテアーゼ分解耐性は野生型より優れた

ものであることが明らかなった。これは、当該分子がバ

イオベターとして有望な創薬シーズであることを示すも

のである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオ医薬品、タンパク質工学、インテ

イン 

 

［研 究 題 目］ホスホリパーゼ D の細胞膜上における

動態解析と細胞運動における極性維持機

構の解明 

［研究代表者］長崎 晃（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］長崎 晃（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞運動は発生過程、創傷治癒、神経分化、がん転移

など様々な生物学的現象において重要な役割を果たして

いる。しかし、運動中における各セルイベント（細胞極

性の維持、細胞骨格の再構成、細胞接着の制御、細胞内

膜輸送等）間のクロストークに関する包括的な理解は得

られていない。 

 そこで「各セルイベント間を統括制御する因子の同

定」を進めるため、細胞運動に関わる遺伝子群の探索を

行い、昨年度までに PLD と32のキナーゼ関連遺伝子を

同定した。 

 そこで、細胞運動遺伝子として同定した PLD とキナ

ーゼ関連遺伝子群をもちいてパスウェイ解析を行った。

解析はゲノムネットワークプラットフォーム上にあるタ

ンパク-タンパク間相互作用データベースを用い、まず

は PLD1と PLD2に対して32種のキナーゼ関連タンパク

質それぞれを1対1で最短距離経路探索を行い、これを基

に一枚の経路図を新たに作成した。さらに、スクリーニ

ングにより同定した32遺伝子すべての細胞内局在を決定

し、その情報を同一マップ上に記した。その結果、デー

タベースに情報が登録されていなかった2種のキナーゼ

を除き、すべての遺伝子産物を一枚のシグナル経路地図

に書き込むことができた。また、各遺伝子産物を繋ぐ新

たな37タンパク質がマップ上に現れ、作成した経路図は

70のタンパク質から構成されていた。特筆すべき点は、

シグナル伝達ハブと思われる EGFR, Src, Grb2の3点が

シグナルマップ上に出現した。細胞運動は様々なセルイ

ベントが協調して制御される必要があることから、複数

の情報伝達ハブの存在は、細胞外刺激を各セルイベント

に伝える過程において情報分岐点として機能すると考え

られる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞運動、ホスホリパーゼ D、全反射

顕微鏡、パスウェイ解析 

 

［研 究 題 目］核内膜タンパク質群による核ラミナ制御

機構の解明 

［研究代表者］三尾 和弘 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］三尾 和弘、松田 知栄 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

A 型ラミン（ラミン A）は核膜内面に局在する線維状

の中間径フィラメントタンパク質である。他の核膜蛋白

質群と結合して核の形状を支持するほか、DNA や転写

因子とも相互作用し遺伝子発現の制御にも関わっている。

ラミン A や制御タンパク質の変異によって EDMD 型ジ

ストロフィーやハッチンソン・ギルフォード早老症症候

群などの重篤なラミノパチーを発症するが、その詳細な

メカニズムは十分わかっていない。本研究からは rod
領域の中間に位置する coil1-coil2間リンカー部での自由

度が大きく、溶液中で容易に折れ曲がって激しく動き回

ることが示され、ラミノパチーの原因の一つと推定され

ること、1アミノ酸の変異でラミン A の物理化学的性質

が大きく変化し、高分子重合の起こり方に変化が認めら

れることを示した。AFM を用いた一分子解析からはラ

ミン A がリンカー領域で激しく動き回る様子を動的イ

メージとして示すことができた。さらにラミンネットワ

ークを人工的に作成し、そこで起こるラミナ複合体の解

析を目的に電子顕微鏡グリッド上に Ni-NTA 結合脂質

膜を形成させ、その上でラミン A の高分子重合化を行

った。Ni-NTA 脂質の比率を変えて検討した結果、ポリ

ヒスチジン結合ラミン A を基点に核膜内面で報告され

ているような網様構造を人工的に作ることに成功した。

また複合体の構造解析を目的にラミン A の Ig-fold 領域

と相互作用が推定されている分子の相互作用解析から、

emerin と SUN1の断片領域にラミン A と強い相互作用

を確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質構造解析、核、電子顕微鏡、

画像情報処理 

 
［研 究 題 目］唾液を用いた生体時刻測定法確立のため

の唾液腺特異的遺伝子の同定 

［研究代表者］大西 芳秋 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］大西 芳秋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 昨年度までの実験より選択された 8遺伝子及び

NR1D1（Rev-erbα）における概日リズムについて、

100nM Dexamethasone2時間処理によりリセットした
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HSG 細胞を用いて、RT-PCR により検討した。その結

果、NR1D1（Rev-erbα）と同様の転写量の周期性が観

察された遺伝子は、3遺伝子に絞られ、これらの3遺伝子

を、唾液中での概日リズム検出用マーカー候補とした。 

 上記で得られた3遺伝子は、いずれも RNA 転写量は

充 分 に 高 く 、 か つ そ の 転 写 量 が NR1D1 （ Rev-
erbalpha）と同様の概日リズムを刻むことから、いず

れも遺伝子レベルでは優れた概日リズム検出用マーカー

として用いることができる。しかし、これら遺伝子のう

ちで、唾液細胞内でタンパク質発現がなされ、かつ発現

されるタンパク質量も NR1D1（Rev-erbalpha）の概日

リズムと同期する遺伝子であれば、唾液に対して簡便な

免疫学的検出法を適用することで、簡単に概日リズム変

化を測定することができる。そこで、マーカー候補それ

ぞれの抗体を用いて、1ml を採取したヒト唾液のうち

3µl を用いてタンパク質検出を試みた。その結果、タン

パク質の検出ができたのは、1遺伝子のみであった。さ

らに正常の昼型活動を行っている被験者（就寝時間午後

9時）からの自然発生したヒト唾液を約1ml 遠沈管で3時

間おきに採取し、そのうちの3µl を遠心して細胞等の夾

雑物を除き唾液試料とした。それぞれの試料についての

ウェスタンブロット解析を行った。その結果、概日リズ

ム発現が観察された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］唾液、マーカー、転写、クロマチン、生

物時計 

 

［研 究 題 目］ストレス性睡眠障害モデルを用いた不眠

症改善物質スクリーニング系開発とその

応用 

［研究代表者］宮崎 歴（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］宮崎 歴、大石 勝隆 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

我々が独自で見いだしたストレスにより生ずるリズム

障害および睡眠障害の研究用ツールとしてストレス性睡

眠障害モデルマウスを活用し、ストレス性睡眠障害を改

善する物質のスクリーニング系を確立し、新規改善物質

を探索する事を目的とした。また、ストレス性睡眠障害

の新規バイオマーカーの同定を目指した。 

 睡眠障害モデルマウスは回転輪付きの飼育ケージに水

をはって飼育する事で作成した。そのマウスに D-リボ

ース溶液を飲水で摂取させ、睡眠障害モデルマウスの睡

眠に及ぼす影響評価を行った。また、睡眠障害モデルマ

ウスの血液を採取し、NMR によるメタボローム解析を

おこない、代謝物組成に及ぼす睡眠障害の影響評価を行

った。 

 D-リボースは通常時の睡眠覚醒のパターンには影響

が認められなかったが、ストレス下での休息期の体温を

低下させ、覚醒を低下、睡眠を増加傾向に導く効果をも

つことがわかった。この事は D-リボースがストレス性

睡眠障害の改善に寄与する可能性を示唆する。また、睡

眠障害モデルマウスの血液のメタボリックプロファイリ

ングを行った所、休息期の血液中の代謝物組成が健常マ

ウスと比べて有意に変化することが認められた。NMR
スペクトルの特性から、これらの構成要素としては、乳

酸やいくつかのアミノ酸寄与するためと予測され、更な

る検討が必要と考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］サーカディアンリズム、ストレス、睡眠

障害、モデル動物、 

 

［研 究 題 目］快・不快情動が操る嗅覚表象の単離脳イ

メージング：行動解析との融合的アプロ

ーチ 

［研究代表者］梶原 利一 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］梶原 利一、高島 一郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、“こころの動き”が、知覚感受性や記憶

の程度に影響を与える脳内メカニズムを明らかにする事

を目的とした。具体的には、報酬や罰を伴う嗅覚学習行

動が、辺縁系皮質の神経ネットワークの、どの部位に、

どのような機能変化を生じさせるのか、その機能変化は

海馬や扁桃体の情報伝達パターンにどのような影響を及

ぼすのかという問題を明らかにする為に①条件付け学習

モデル動物の単離脳を用いた ex vivo 脳機能解析システ

ムを新たに構築し、これにより②情動や報酬予測行動を

支える嗅覚神経回路の探索と動作機構の解析を行うこと

を目指した。 

 平成25年度は、①の課題については、ex vivo 脳機能

解析システムの再構築を行った。具体的には、脳標本の

温度コントローラー用電子回路および、電源回路の改良

により、多チャンネル電極を用いた誘発電位計測を高 S
／N 条件下で行えるようにした。さらに、脳標本を保

持するためのチェンバー形状を工夫して、コンパクト化

し、薬理的な実験を効率よく行えるように改良した。②

の課題については、脳スライスの膜電位イメージング解

析を進展させた。皮質—海馬脳スライスにおいて繰り返

し入力に対する神経応答パターンの解析を行った結果か

ら、40Hz で嗅周囲皮質36野を刺激すると、35野に持続

性の神経興奮が誘導されることが明らかとなっているが、

新たに行った実験結果から、この応答には、緩やかに不

活性化するカリウム電流が関与していることが判明した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脳、記憶、嗅覚 

 

［研 究 題 目］酸化ストレスマーカータンパク質検出用

蛍光分子プローブの創製と医療診断への
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展開 

［研究代表者］鈴木 祥夫 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］鈴木 祥夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、アルデヒド修飾タンパク質を特異的に検

出するための蛍光分子プローブ設計・合成および性能評

価を中心に行った。それぞれの蛍光分子プローブの蛍光

発色団は、これまでに開発したタンパク質検出用試薬を

改良し、標的物質との疎水性相互作用による複合体形成

および分子内の ICT 状態の変化によって強い蛍光発光

を誘起する部位として4-（ジシアノメチレン）-2-メチ

ル-4H-ピランを有する化学物質および誘導体とした。

さらに、アルデヒド修飾タンパク質への特異性を高める

ために、チアゾリノン基とヒドラゾン基を導入した。合

成した化合物の確認は、1H-NMR、質量分析を用いて行

った。これらの蛍光分子プローブが、それぞれ目的とす

るタンパク質を特異的に認識するかどうかを、蛍光光度

法を用いて確認した。その結果、アルデヒド修飾タンパ

ク質添加前は、蛍光分子プローブからは微弱な蛍光が観

察されたが、室温下、アルデヒド修飾タンパク質を添加

すると、目的のタンパク質と相互作用した時のみ、瞬時

に蛍光強度の増加が確認された。検量線については、ア

ルデヒド修飾タンパク質濃度と蛍光プローブの蛍光強度

との間には良好な直線関係が成立した。蛍光分子プロー

ブと目的とするタンパク質の解離定数を算出したところ、

10-9M オーダーの値が算出された。また、妨害物質の影

響について検討したところ、無機塩、還元剤、有機溶媒

などは、蛍光プローブとアルデヒド修飾タンパク質との

反応に影響を与えないことが分かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、蛍光分析、分子プローブ 

 

［研 究 題 目］転写因子 SATB1に対する複合標的核酸

創薬基盤の開発 

［研究代表者］山崎 和彦 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］山崎 和彦、宮岸 真、岡田 知子 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 乳がん治療に役立つ創薬基盤構築を目的とし、乳がん

細胞の悪性化に関わる転写因子 SATB1の多様な部位を

標的とした核酸創薬開発研究を行う。転写因子 SATB1

と他タンパク質との結合ドメインや複数の DNA 結合ド

メインを対象とし、結合して機能を阻害するアプタマー

型あるいはデコイ型の核酸医薬を取得する。塩基配列を

ランダム化した一本鎖および二重鎖の DNA あるいは

RNA のライブラリーから、次世代シークエンサーを用

いた手法によって網羅的かつ効率的に、結合する配列の

選別を行う。得られた核酸について、乳がん由来の培養

細胞を用いたバイオアッセイおよび物理科学的手法によ

る相互作用解析を行って効果を評価する。さらに、タン

パク質・核酸複合体の立体構造解析を行って結合機構を

精査することにより、ライブラリーデザインの改変や修

飾導入による活性強化の可能性を検討する。 

 本年度は、二重鎖の DNA ライブラリーを用い、複数

の DNA 結合ドメインに結合するデコイ型核酸の創出を

目指した研究を進め、化学修飾の導入により、特に生理

的条件下で結合が強化された核酸種を得た。また、標的

となる DNA 結合ドメインの1つについて、核酸種との

複合体構造のモデルを、NMR 実験、変異導入、分子動

力学計算によって構築し、結合機構の精査を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］転写因子、核酸創薬、がん、タンパク質

核酸相互作用 

 

［研 究 題 目］転移 RNA の硫黄修飾塩基の生合成とそ

の制御機構 

［研究代表者］鴫 直樹（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］鴫 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 RNA は転写後にスプライシングや修飾などのプロセ

シングを経て成熟し機能を発揮する。転移 RNA
（tRNA）はタンパク質合成においてコドンとアミノ酸

を結び付ける分子であるが、本研究では tRNA が機能

する上で必須である、立体構造の安定化やコドン認識に

関わる硫黄修飾塩基の生合成機構の解明を目的とする。

好熱性細菌をモデル系として利用した。 

 これまで好熱菌内での解析系を用い、反応機構の概略

を推定している。より詳細に反応機構を解析するために、

昨年度までに放射性同位元素や高速液体クロマトグラフ

ィー装置を用いた試験管内反応解析法を確立している。

これらの系を用いて硫黄修飾反応機構について定量的に

解析を行った。その結果、修飾酵素 TtuA には補酵素が

結合し、それが酵素活性に重要であることがわかった。

また補酵素の結合と硫黄転移反応に必要な残基を特定し

た。さらに32P 標識 ATP を用いた実験から tRNA はア

デニル化中間体を経て硫黄化されることが推定された。

以上からこれまでに例をみない新規な反応機構の詳細に

ついて明らかにすることができた。 

 また上記の研究内容を含め、tRNA の硫黄修飾塩基の

生合成機構と機能について、特に最近10年間の関連分野

の研究をまとめて総説を執筆した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質合成系、転移 RNA、RNA 
修飾 

 

［研 究 題 目］低分子量 G タンパク質間クロストーク

制御による細胞移動と軸索伸長メカニズ

ムの解析 
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［研究代表者］戸井 基道 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］戸井 基道（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 脳や末梢神経系における神経回路網の形成過程では、

神経細胞の層移動や軸索伸長過程における誘引、あるい

は反発作用として働くガイダンス分子に依存した細胞骨

格制御が重要である。低分子量 G タンパク質の1つ

「Rac」は、この細胞骨格制御に関わるキー因子として

知られる。本研究では、Rac の新規エフェクター分子と

して単離した RIN-1タンパク質の機能解析を通して、

RIN-1を介した複数の低分子量 G タンパク質間の活性

化や空間的配置制御といった機能的クロストークの実態

を明らかにする事を目的とする。 

研究計画： 

 線虫の rin-1変異体や各 G タンパク質の変異体（ced-
10変異体や rab-5変異体）を用い、野生型および各変異

体におけるそれぞれのタンパク質の局在様式を解析する。

特に、細胞移動時および軸索伸長時の各タンパク質の詳

細な局在解析を行う。並行して、RIN-1を介したシグナ

ル伝達を制御するガイダンス分子を同定するために、誘

引性因子である Netrin、あるいは反発性因子である

Slit との分子遺伝学的な解析を行う。 

年度進捗状況： 

移動中の神経細胞における RAB-5の分布パターンは、

野生型と rin-1変異体で有意な差異は見られなかった。

Rac である CED-10に関しては、多くの細胞で顕著な差

異は見られなかったものの、一過的に背腹軸に沿った背

側に強く局在する細胞が観察された。したがって、移動

や軸索伸長の時期特異的な変化に RIN-1が関与してい

る事が推測された。また、ガイダンス分子との遺伝学的

な解析から、RIN-1は反発性のガイダンス分子である

Slit の下流で機能している事も明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞移動、神経軸索伸長、低分子量 G 

タンパク質 

 

［研 究 題 目］廃用性筋萎縮の新たなメカニズムの解

明：体内時計の乱れは筋肉をも壊してし

まうのか？ 

［研究代表者］中尾 玲子 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］中尾 玲子、宮崎 歴、大石 勝隆 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

骨格筋代謝（特に筋タンパク質代謝）における体内時

計遺伝子の機能を明らかにするために、野生型マウス、

時計遺伝子 Bmal1欠損マウスに対してグルココルチコ

イド剤投与による筋萎縮を誘導し、当該マウスの筋重量

を比較する実験を計画した。グルココルチコイド剤は抗

炎症・免疫抑制作用を持つ薬剤として使用されるが、慢

性的な高濃度の投与は、筋萎縮の副作用を引き起こすこ

とが知られている。一方、副腎からの内在性グルココル

チコイドホルモンの分泌には、活動期直前にピークとな

る日内変動が存在する。そこで予備試験として、グルコ

コルチコイド剤誘導性の筋萎縮に対する投与時刻の影響

について検討を行った。野生型マウスにグルココルチコ

イド剤を1日1回、朝（内在性グルココルチコイドが低値

になる時刻）または夕方（内在性グルココルチコイドが

高値になる時刻）に10日間腹腔内投与した。すると、グ

ルココルチコイド剤投与による筋萎縮マーカー遺伝子

（MAFbx）の発現誘導や筋重量の減少については、朝

の投与でその影響が大きく見られた。これらの結果か

ら、筋肉のグルココルチコイド剤に対する感受性には時

刻依存性があり、投与時刻を工夫（内在性グルココルチ

コイドホルモンのリズムに合わせて投与）することで投

与による筋萎縮を軽減させることが可能であると考えら

れる。この成果を Chronobiology International 誌に発

表した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］筋萎縮、体内時計、時計遺伝子、時間薬

理学 

 

［研 究 題 目］睡眠障害性代謝異常のメカニズムの解明

とその時間栄養学的改善方法の開発 

［研究代表者］大石 勝隆 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］大石 勝隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

睡眠障害に起因する代謝異常のメカニズムを解明する

目的で、我々が独自に開発したストレス性睡眠障害モデ

ルマウスや明暗サイクルの撹乱による睡眠障害モデルマ

ウスを用いた実験を行った。 

明暗サイクルの撹乱実験では、普通食給餌下において

は、体重の増加や1日あたりの活動量に影響が無かった

ものの、高脂肪食給餌下においては、明暗サイクルの撹

乱によって、活動量の減少に伴う体重の増加促進が認め

られた。明暗サイクルの撹乱による活動量の減少は、明

暗サイクルの撹乱直後に観察されたため、体重の増加に

よる二次的な影響ではなく、高脂肪食の摂取そのものが、

明暗サイクルの撹乱に対する感受性を高めている可能性

が考えられた。本モデルマウスにおいては、時計遺伝子

の発現リズムが顕著に減衰しており、深部体温や血液中

の副腎皮質ホルモン分泌の概日リズムも完全に消失して

いる可能性が示された。 

一方、我々が開発したストレス性睡眠障害モデルマウ

スでは、ヒトの睡眠障害患者で報告されているような顕

著な過食が認められる。本モデルマウスの血液中では、

食欲抑制ホルモンであるレプチンの減少と、食欲亢進ホ
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ルモンであるグレリンの増加が時刻依存的に認められ、

これが睡眠障害性の過食を誘発している可能性が考えら

れた。さらに普通食給餌下においては耐糖能に異常が無

かったものの、高脂肪食給餌下においては、睡眠障害の

誘発によって耐糖能の低下が促進することが示された。 

以上の結果から、明暗サイクルの撹乱や心理的ストレ

ス負荷などの環境要因に起因する睡眠障害性の代謝異常

は、食餌内容によって影響を受ける可能性が示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］体内時計、サーカディアンリズム、睡眠

障害、代謝異常、肥満、糖尿病、時計遺

伝子 

 

［研 究 題 目］分子進化工学的手法によるカルシウムチ

ャネルサブファミリーを識別するペプチ

ドの創製 

［研究代表者］木村 忠史 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］木村 忠史、久保 泰、亀山 仁彦 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 電位依存性カルシウムチャネル、特に低閾値活性化型

は鎮痛を始めとする創薬ターゲットとして期待されてい

る。標的タンパク質を認識するペプチドを創製する分子

進化工学技術である PERISS 法を用いて、低閾値活性

化型電位依存性カルシウムチャネルのサブファミリー 

を識別するペプチドの創製を試みる。 

研究計画： 

 ヒト Kv2.1の電位センサーパドルを低閾値活性化型

電位依存性カルシウムチャネルのそれと入れ替えたキメ

ラチャネルを作製する。 

年度進捗状況： 

 本年度は、低閾値活性化型電位依存性カルシウムチャ

ネルの電位センサーパドルを用いたパドルキメラチャネ

ルの作製を行い、一部のキメラの作製が済んでいる。一

方、ヒトKv2.1が大腸菌内膜で機能的に発現しているか

どうかを大腸菌を用いたパッチクランプ法にて検討した

ところKv2.1の電流を測定することができ、ヒトKv2.1
が大腸菌内膜に機能的に発現していることを確認した。

更にヒトKv2.1とその阻害ペプチドであるHanatoxinlを
モデルとしてPERISS法を実施し、キメラのベースとな

るヒトKv2.1でPERISS法が機能的に実施可能であるこ

とを証明した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］分子進化工学、PERISS 法、パッチク

ランプ、イオンチャネル、ペプチド医薬 

 

［研 究 題 目］イムノセンシング界面構築に関する研究 

［研究代表者］田中 睦生 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］田中 睦生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、イムノセンシング法における抗体の安定

性や測定値の再現性に欠けるという問題の解決を目的に、

ガラス基板に分子レベルで構造制御したイムノセンシン

グ界面を構築し、界面構造と抗体機能の相関を検討する。 

 ガラス基板にセンシング界面を構築する表面修飾材料

として、抗体の固定化機能を有するスクシンイミドエス

テルを導入したトリエトキシシラン、タンパク質の非特

異吸着抑制機能を有するオリゴエチレングリコールを導

入したトリエトキシシランを合成した。これらのシラン

化合物を用いてガラス基板を表面修飾し、抗レプチン抗

体を固定化してセンシング界面を構築した。導波モード

センサーを用いて抗原抗体反応を測定したところ、抗体

の固定化量はスクシンイミドエステル−シラン化合物の

表面濃度に比例し、非特異吸着抑制機能はオリゴエチレ

ングリコール鎖のユニット数を反映することを見いだし

た。その一方で、抗体固定化材料と非特異吸着抑制材料

の鎖長の組み合わせがイムノセンシング界面構築には重

要であることが明らかになった。諸条件を考慮して最適

化を施したイムノセンシング界面では、非標識法でレプ

チンを PBS 中では数十 ng/mL、実試料に相当する血清

中では100ng/mL まで検出できることを見いだした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］イムノセンシング、ガラス基板、界面、

表面修飾材料、導波モードセンサー 

 

［研 究 題 目］CpG オリゴヌクレオチド刺激による抗

原特異的抗体産生活性化機構の解明 

［研究代表者］羽生 義郎 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］羽生 義郎（バイオメディカル研究部 

門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、CpG オリゴヌクレオチド刺激による抗

原特異的抗体産生活性化のメカニズムを解明し、より簡

便に抗体産生細胞活性化を惹起させ、更に効率的な抗体

作製技術の確立を行うことを目的とする。マウス脾臓細

胞培養系における CpG オリゴヌクレオチドによる抗体

産生細胞の活性化機構を調べるために、CpG オリゴヌ

クレオチド添加によるサイトカイン発現、T 細胞、B 細

胞及び樹状細胞における遺伝子発現の変化を定量的に調

べる。培養集団の組成や刺激パターンを変化させ、活性

化の時間過程を詳細に解析することにより、CpG オリ

ゴヌクレオチドが直接に抗体産生細胞に伝えるシグナル、

それにより T 細胞に伝わるシグナル、さらにその活性

化した T 細胞が抗体産生細胞に伝えるシグナルを同定

し、培養脾臓細胞集団での抗体産生細胞活性化の機序を

明らかにする。本研究で得られたサイトカイン発現プロ
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ファイルを用いて、B 細胞培養系にサイトカイン混合物

を添加することにより、より簡便・確実に抗体産生細胞

活性化を惹起させ、抗原特異的抗体産生細胞の増加・ミ

エローマ細胞との融合効率上昇を実現し、効率的な抗体

作製技術の確立を行う。抗体産生細胞活性化の定量的評

価には、作られる抗体の機能の正確な測定が必須である。

このため平成25年度は、抗体産生細胞から抗体遺伝子を

単離・再構成し、抗体を発現させ、その特異性・親和性

を解析する手法の確立を行った。本手法により、それぞ

れの抗体産生細胞が作成する抗体の機能を効率的に測定

することが可能となり、抗体産生細胞の活性化を定量的

に評価できるようになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］抗体、B 細胞、サイトカイン、ヌクレオ

チド 

 

［研 究 題 目］進化分子工学を利用した蛍光性 RNA の

獲得 

［研究代表者］加藤 義雄 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 義雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生きた細胞内で目的の分子だけを観測する手法は、現

代の分子生物学において欠かせない技術となっている。

タンパク質に関しては GFP を用いた技法が発展してき

たものの、遺伝子の直接産物である RNA の検出に関し

ては、外部から加えられた蛍光分子を結合させる方法し

か存在しなかった。しかしながら、蛍光分子を結合させ

ることによって RNA の性質が変化してしまうという懸

念もあり、自発的に蛍光を発する RNA 分子の開発が望

まれていた。そこで本研究では、ランダム配列を有する

RNA ライブラリーを大腸菌内で発現させ、蛍光性の大

腸菌を取得することによって、生体内で自発的に蛍光を

発する新規 RNA 配列を獲得することを目指している。

これまでに細胞内で RNA を発現させる系として、lpp
プロモーターおよび RNA 安定化配列として tRNA を用

いることとしたところ、特に tRNA（Lys）のアンチコ

ドン領域に低分子 RNA を挿入した場合において大量に

RNA を発現させられる事が分かった。さらに、細胞内

の蛍光性低分子と結合してその蛍光特性を変化させるこ

とにより検出を可能とする RNA を獲得するために、細

胞内の蛍光性低分子と親和性を持つ RNA ライブラリー

を in vitro セレクション法により獲得した。この RNA
ライブラリーを大腸菌内で発現させ、蛍光性を有するか

どうか確認しているが、いまだ期待通りの蛍光性 RNA
は得られていないことから、ライブラリーサイズや蛍光

性低分子の再検討を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］進化分子工学、分子イメージング、 

RNA 

［研 究 題 目］非標識バイオセンシングに向けた高触媒

活性な窒素ドープグラフェン様薄膜電極

開発 

［研究代表者］丹羽 修（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］丹羽 修、加藤 大 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、電気化学検出器やセンサに用いる為の、

DNA 等の生体分子に対して高い電子移動速度を有し、

活測定電位範囲が広い、カーボン薄膜電極を開発する為、

近年電極触媒として注目されている窒素を含んだ微結晶

のグラフェン構造からなる薄膜を電子サイクロトロン共

鳴（ECR）スパッタ法により形成することを目的とす

る。今季は、引き続き、窒素濃度を詳細に変化させたス

パッタカーボン膜について構造と特性を評価した。既報

の窒素ドープカーボン膜が窒素濃度の増加により表面粗

さが増加するのに対して、窒素ドープスパッタカーボン

膜では、窒素濃度を変えても平坦性は維持された。一方、

2012年度に観測した酸素や過酸化水素の還元特性の向上

について、窒素濃度の影響を調べると、膜中窒素濃度が

9%の時、もっとも大きな酸素還元の過電圧低下が観測

され、還元電流値も大きかった。そこで、本研究の目的

である生体分子の検出対象として、DNA の構成要素で

あるグアノシン(G)とアデノシン(A)の検出を行った。

その結果、それぞれの検出対象共に酸化電位は、窒素を

含まないカーボン膜電極と比較し約0.1V 低下した。ま

た、電流値も2～3倍も向上し、窒素ドープカーボン薄膜

が生体分子の直接酸化による検出にも大きな効果がある

ことを見出した。次に窒素濃度のコントロールが難しい

濃度9%以下の膜についても形成を行いその特性を測定

したが、酸素還元過電圧の低下の面ではあまり大きな効

果は無かった。一方、カーボン薄膜作製法を窒素置換基

を含む有機膜の炭化によって行ったカーボン膜では、大

きな酸素還元電流が得られ、今後の検討が必要である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］窒素ドープカーボン、スパッタ法、電気

化学測定、アデノシン、グアノシン 

 

［研 究 題 目］近赤外デジタルホログラフィー法による

動物プランクトン計測技術の開発 

［研究代表者］秋葉 龍郎 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］秋葉 龍郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

動物プランクトンの分布を効率的に測定するためのデ

ジタルホログラフィー技術の開発を目的としている。本

年度は装置の設計と、センサーの試験を行った。装置は

小型で、小消費電力であることが求められるため、近赤

外領域の半導体レーザーを使用することした。またレー

ザー光の横モード選択に光ファイバーピグテイルを用い



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(761) 

る設計とした。またビーム径の拡大はレンズを金属円筒

に組み込んだものを利用し、振動に対して頑健な設計と

した。パルス幅は数マイクロ秒とし、レーザーの出力を

数20mW とした。光量と露光時間が現場での撮影が十

分可能な事を確認した。画像の取得は一眼レフカメラと

産業用カメラの2種類の撮像系について設計を行った。

一眼レフカメラでは高精細撮影機5枚／秒で可能で、産

業用カメラでは1秒あたり10枚の撮像が可能で、PC に

画像の保存が可能である。さらに現場医域でプランクト

ンの鉛直分布や環境因子の鉛直分布を測定することがで

きる、高精細鉛直分布採水器を考案し、開発した。本採

水器は数 cm 未満の分解能を有し、約500cc の採水が可

能である。来年度に実海域でのプランクトン分布の測定

を予定している。鉛直引きによる水柱中のプランクトン

量と鉛直分布測定の結果を照合し、実環境でのプランク

トンの行動分布特性を明らかにする。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］デジタルホログラフィー、鉛直分布、自

動測定 

 

［研 究 題 目］中空系配列体を用いた細胞マイクロアレ

イチップの開発 

［研究代表者］藤田 聡史 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］原 雄介、長崎 玲子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究では、コスト性・簡便性・迅速性・量産性に優

れ、生体に近い環境で、様々な化合物に対する細胞の応

答を直接且つ網羅的に検出する新たな技術「中空糸配列

体を用いた細胞マイクロアレイチップ」の開発を行う。 

研究計画： 

 H25年度計画では、「中空糸素材の検討と配列体の構

築」、「中空糸内部への充填剤及び充填方法の検討」、「中

空糸内部に充填された薬剤の徐放性能の解析」、「アレイ

上で生育する細胞に対する毒性と運動性の評価」を行っ

た。 

年度進捗状況： 

 コラーゲンゲルなどの生体適合性ゲルの中空糸への充

填は容易だった一方、生分解性ポリマーの充填は当初、

有機溶媒にポリマーを溶解させ、中空糸への充填を試み

たが、充填後の中空糸内の有機溶媒除去や残留有機溶媒

の毒性の問題を解決することが困難だった。試行錯誤の

結果、乳酸グリコール酸コポリマーを高温（100℃）で

溶解し、中空糸に充填する方法が最も簡便であることを

見出した。充填時、ポリマーは高温であるため、PTFE
（テフロン）性の中空糸への充填が最適であった。乳酸

グリコール酸コポリマーに対する細胞毒性は無い事を確

認し、徐放に最適なポリマー比率と分子量を評価した後、

ポリマーを充填した中空糸を9本配列させ、シリコン樹

脂で固定化し、スライスすることで、簡便に数十枚のチ

ップを作製できる事を確認した。このチップ上に播種さ

れた細胞に対する毒性は非常に低く、細胞運動は阻害さ

れなかった。アレイ上に接触した細胞にのみ薬剤が取り

込まれる事を確認できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞マイクロアレイ、セルアレイ、マイ

クロチップ、薬剤徐放 

 

［研 究 題 目］抗体産生キャリアとして機能する金ナノ

微粒子の抗原提示機構の解明 

［研究代表者］石井 則行 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］石井 則行、秋山 晴久（ナノシステム

研究部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

ハプテン（単独では抗原性のない比較的低分子量の物

質）を金ナノ微粒子（粒径：数 nm）に共役させると、

実験ウサギ個体レベルで免疫応答を増進すること、すな

わち、金ナノ微粒子が抗ハプテン抗体産生キャリアとし

て機能することを見出している。用いた微粒子のサイ

ズ・粒径が生体内で適度な滞留時間を可能とし、ハプテ

ン分子の局所濃度を適度に高めたことが本現象発現の鍵

であったと考察している。しかし、表面修飾されたナノ

微粒子が免疫原性と抗原提示能力を得て、直接免疫細胞

に作用し得るのか、分子レベルでのメカニズムは不明で

ある。分子・細胞レベルでの観察と生化学測定を通して

我々の“抗体産生キャリア”に関する仮説の検証を進め

ている。 

本研究では培養 B 細胞を対象としている。培養液中

で単分散となるように最外殻が親水性のアゾベンゼンモ

ティーフで被覆された金ナノ微粒子を調製する必要があ

った。そこで、アゾベンゼンに詳しい研究者の協力を得

て、数タイプのアゾベンゼン誘導体の有機化学合成、分

離・精製を行った。併行して、培養細胞を扱う細胞、免

疫生化学実験環境の整備を進め、分譲・購入した培養細

胞の増殖培養を行った。培養細胞に対する試行的な免疫

感作実験では、最表面を親水性アゾベンゼンモティーフ

で被覆した金ナノ微粒子は、培養細胞が存在する培地中

に添加すると、単分散とはならずに細かな集団に凝集す

る傾向を示した。ナノ微粒子表面に高密度に固定化され

たハプテン様低分子化合物と培養免疫細胞との直接の相

互作用の観察・測定が主題であるので、免疫原性を兼ね

備えた他の低分子化合物ならびに担体として用いること

が可能な粒径の異なるナノ微粒子の調製を進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］培養細胞株、ナノ粒子、細胞応答、抗体、

B 細胞、抗原、電子顕微鏡 

 



研 究 

(762) 

［研 究 題 目］レクチンアレイ型微細構造観察ホルダの

開発 

［研究代表者］小椋 俊彦 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］小椋 俊彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究では、生物試料の微細構造とその糖鎖状況を高

分解能で同時に観察・解析する、新たなレクチンアレイ

型観察ホルダーを開発する。この目的のために、50nm
と非常に薄い SiN 薄膜上に様々なレクチンを溶解させ

た液を滴下し、乾燥・固定化する必要がある。同時に

SEM の電子線制御システムを開発し、レクチンアレイ

観察の高速化と電子線ダメージの一層の低減を行う。さ

らに、数十種類のレクチンを固定化した SiN 薄膜を用

いて、環境中のバクテリアや細胞内の糖タンパク質の種

類と微細構造の直接観察、及び糖鎖の構造解析を同時に

行う予定である。 

研究計画： 

 初年度は、レクチン溶液の SiN 膜への滴下と固定化

に関する技術開発を行う。レクチン溶液は、SiN 薄膜

に滴下後に乾燥・固定化を行う予定であり、乾燥時の溶

液の収縮により SiN 膜に歪が発生し破壊されないよう、

その濃度と固定化剤の検討を行う。こうした検討は、滴

下を予定しているレクチン毎に行う必要がある。アレイ

を形成するレクチンの種類としては、マンノースを認識

するコンカナバリン A やフコースを認識する Aleuria 
aurantia レクチン、ガラクトースを認識する Arachis 
hypogaea Agglutinin を含めた10種類を予定している。 

年度進捗状況：窒化シリコン薄膜上にレクチンアレイを

形成するため技術を開発した。レクチン溶液を封入した

ガラス微小管と窒化シリコン薄膜間に約1000V の電圧を

加えることで、窒化シリコン薄膜を壊すことなく、レク

チン溶液を滴下することが可能であった。また、水溶液

中の生物試料をそのままの状態でダメージ無く観察する

技術を開発した。これにより、非染色・非固定の状態で

バクテリアを観察することが可能となり、当初の目標で

あるバクテリアとレクチンの高分解能観察に繋げること

が可能となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、画像情報処理、非染色生物

試料、レクチンアレイ、バクテリア 

 

［研 究 題 目］遺伝子発現プロファイル手法による血液

RNA 診断に向けた基礎的研究 

［研究代表者］高橋 淳子 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］高橋 淳子（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

血液中には、臓器や組織と同様にメッセンジャー

RNA やノンコーディング RNA 等の膨大は遺伝子発現

情報が存在する。第4世代シーケンサー等の遺伝子解析

手法の飛躍的な進歩により、次世代の臨床検査は、蛋白

等による診断では行えない、疾病の初期の兆候を捉える

高感度な血液 RNA 診断が可能となる。これまでに、マ

イクロアレイを用いた疾病モデル動物の全血 RNA 遺伝

子発現解析を行う過程で、疾病の進展に伴い白血球と全

血に遺伝子発現プロファイルの相関が低くなることを見

いだした。公的 EST（expressed sequence tag）デー

ターベースの臓器別解析すると、臓器由来 RNA の影響

が示唆された。そこで本研究では、臓器由来 RNA を指

標とする血液 RNA 診断の可能性を探索することを目ざ

して、正常状態と疾病等を含むストレス負荷状態の全血、

白血球、血漿、臓器（肝臓、筋肉等）の RNA プロファ

イリングを系統的に行い、生理状態の変化に伴、血液

RNA 挙動を理解、把握することにより、血液 RNA 診

断の基盤情報とすることを目的とした。 

遺伝子発現解析では、試料の処理方法、RNA 抽出方

法が発現プロファイルに影響を及ぼすことが多々ある。

平成25年度は、血液、臓器等のサンプリング手法、

RNA 抽出手法の検討を行った。RNA 抽出効率を確認

し、実験の妥当性評価を行うために、自然界に存在しな

い配列を有し、かつ高精度に濃度を規定した標 RNA を

用いて、RNA 分解条件下でも標準 RNA 濃度添加回収

および評価試験を行った。試料サンプリング時に添加し

た標準 RNA の定量 PCR を行うことにより、抽出され

た RNA の劣化状態の評価が可能であることを確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］血液診断、RNA 診断、マイクロアレイ、

遺伝子発現解析 

 

［研 究 題 目］ミトコンドリアにおける tRNA プロセシ

ング機構の解明 

［研究代表者］沼田 倫征 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］沼田 倫征（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、tRNA のプロセシング機構を解明する一

環として、tRNA 修飾酵素と tRNA との複合体の結晶

構造解析を行い、tRNA の認識機構および修飾反応機構

の解明を目指している。そこで、tRNA 修飾酵素 CsdL
と基質 tRNA との結晶構造解析を試みた。CsdL は

tRNA の37位に存在する N6-スレオニルカルバモイルア

デノシン（t6A）を脱水環化してサイクリック t6A へと

変換する酵素である。まず、CsdL の発現系を構築し、

各種クロマトグラフィーを用いて精製した。調製した

CsdL と tRNA（37位に t6A を持ったネイティブ

tRNA）を用いて結晶化を行ったところ、良質な結晶が

得られた。また、CsdL 単独の結晶を得ることにも成功

した。まず、CsdL 単独の結晶構造を SAD 法により決



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(763) 

定した。続いて、CsdL と tRNA との複合体の結晶構造

を分子置換法により決定した。また、CsdL は ATP 依

存的に修飾反応を触媒することから、CsdL-ATP 複合

体の結晶構造も決定した。一連の構造を解析した結果、

CsdL の活性部位を同定し、CsdL は tRNA の t6A 部分

を特異的に認識していることが分かった。また、ATP
が t6A の近傍に結合することが分かり、CsdL は修飾過

程において t6A をアデニル化して活性化することが示

唆された。現在、変異体解析を進めている。一方、ロイ

シン tRNA などのアンチコドン1字目のウリジンは、5-

タウリノメチルウリジンへと変換されている。この修飾

には2種類の酵素（MTO1と GTPBP3）が関与する。こ

れまでに、GTPBP3を調製したが、結晶は得られていな

い。一方、MTO1に関しては、可溶性画分への発現が困

難であることが分かった。そこで、MTO1と GTPBP3
の真正細菌ホモログを対象として、その複合体の結晶化

を目指した。これまでに、MTO1ホモログと GTPBP3
ホモログをそれぞれ精製した。得られたサンプルを用い

て複合体の結晶化を試みたところ、複合体結晶は得られ

たものの分解能が悪く、現在のところ、構造を解析する

には至っていない。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、酵素、核酸、RNA、結晶

構造解析 

 

［研 究 題 目］自己倍数化抑制に基づく酵母育種法の開

発 

［研究代表者］福田 展雄 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］福田 展雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

酵母の交雑育種法では、接合型が異なる2種類の酵母

（a 型およびα型）を掛け合わせることで、新たな特性

を有する菌株を創製する。一般的に、産業利用される酵

母は接合能を有さない a/α型の接合型をもつため、ま

ずこれらの酵母を親株として接合能を有する酵母（a 型

およびα型酵母）を製造する必要がある。ところが同一

の親株から派生した酵母どうしが接合する自己倍数化現

象が、酵母の交雑効率を必然的に低下させてしまう。そ

こで本研究では、自己倍数化を回避するための接合抑制

技術を基盤として、a/α型酵母から a 型およびα型酵

母を製造する技術を確立することを目的とする。平成25

年度は、接合能を有する酵母をスクリーニングする方法

の開発に注力した。a/α型酵母を培養していると、細

胞分裂の際に1万分の1以下の低頻度で染色体異常が発生

して、a 型およびα型酵母が出現することが知られてい

る。しかしながら、染色体異常はそもそもの発生頻度が

極めて低いため、出現した a 型およびα型酵母を単離

するには多大な労力が必要である。そこで目的の接合型

を有する酵母細胞のみを生育させるための、細胞増殖制

御技術を開発することとした。まず a/α型の実験室酵

母を宿主として、a 型もしくはα型細胞特異的に選択マ

ーカー遺伝子を発現するための発現ベクターを導入した。

得られた形質転換酵母を一晩培養したのちに、マーカー

遺伝子に対応する選択条件下で寒天培地上にコロニーを

形成させた。各コロニー中の酵母細胞の染色体を調べた

ところ、目的の接合型をもつことが確認された。以上の

ように、実験室酵母をモデルケースとして、接合能を有

する酵母をスクリーニングすることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］酵母、交雑育種、接合 

 

［研 究 題 目］前駆体マイクロ RNA へのポリウリジル

化反応の構造基盤 

［研究代表者］竹下 大二郎 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］竹下 大二郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 マイクロ RNA は、特定の mRNA と相補的に結合し、

mRNA の分解と翻訳抑制を誘導することによって、発

生、分化、疾病などの生体内現象に関連する多くの遺伝

子の発現制御を担っている。RNA 結合タンパク質

Lin28は、末端ウリジル化酵素 TUT をプレマイクロ

RNA に誘導し、RNA をポリウリジル化することで分

解経路に導き生合成を調節する。本研究は、Lin28・
TUT・プレマイクロ RNA 複合体の立体構造を解明し、

Lin28と TUT による共同的な RNA ポリウリジル化の反

応機構を明らかにすることを目標としている。 

 RNA 結合タンパク質 Lin28と末端ウリジル化酵素

TUT、およびプレマイクロ RNA 三者複合体の立体構造

の決定と分子メカニズムの解明を目指して研究を進めて

いる。タンパク質全長、および N 末端と C 末端を欠損

させた Lin28、TUT のコンストラクトを複数作製し、

タンパク質の発現、精製を行った。プレマイクロ RNA
についても複数種類を合成した。これらのタンパク質と

RNA の精製産物を混合し、ゲルろ過クロマトグラフィ

ーによって複合体を精製し、結晶化スクリーニングを行

っている。しかしながら、現在まで、X 線で解析可能な

結晶は得られていない。現在、複合体形成と RNA 合成

活性に関わる領域タンパク質を調製して、結晶化を試み

ている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNA、タンパク質、X線結晶構造解析 

 

［研 究 題 目］選択的3’末端プロセシングによる長鎖

非コード RNA の機能獲得機構の解明 

［研究代表者］長沼 孝雄 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］長沼 孝雄（契約職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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本研究は、長鎖非コード RNA（lncRNA）機能の多様

性を生み出す仕組みである選択的3’末端プロセシングが、

どのように発動・制御されているのかを明らかにし、

lncRNA の機能獲得機構を解明することを目的としてい

る。本研究では特に NEAT1という細胞内構造体構築機

能を持つ lncRNA の選択的3’末端プロセシングによる機

能獲得機構を①3'末端プロセシング因子の翻訳後修飾、

②シグナル応答、③転写と共役した制御に注目し、それ

らの未解決な問題点を明らかにしていくことで本研究目

的を達成しようとしている。今年度は、 NEAT1 
lncRNA の選択的3’末端プロセシングの制御因子である

HNRNPK の機能を制御するような翻訳後修飾や相互作

用因子の探索を試みるとともに、探索された翻訳後修飾

パターンや相互作用因子との結合が変化するような生理

条件やシグナル応答を探索した。HNRNPK は、リン酸

化、アセチル化、アルギニンメチル化、ユビキチン化、

SUMO 化など多様な翻訳後修飾を受けることが知られ

ており、その修飾酵素が明らかになっているものもある。

そこで、HNRNPK の既知のリン酸化、アセチル化、ア

ルギニンメチル化、ユビキチン化、SUMO 化に対する

修飾酵素の情報を利用し、それらと NEAT1 lncRNA と

の共局在および HNRNPK との結合、RNAi ノックダウ

ンによる機能阻害を行った時の NEAT1アイソフォーム

生成の変化を検出した。その結果、タンパク質アルギニ

ンメチル化酵素の 1つである PRMT1が、NEAT1 
lncRNA と共局在することが明らかになった。また、

PRMT1を RNAi によりノックダウンすると NEAT1ロ
ングアイソフォームの生成が減少した。これらのことか

ら、PRMT1が HNRNPK の機能を正に調節する因子で

あると考えられるとともに、HNRNPK のアルギニンメ

チル化は、NEAT1ロングアイソフォーム生成に重要な

役割を担う修飾であることが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNA、選択的3’末端プロセシング、 

RNA 結合タンパク質、翻訳後修飾 

 

［研 究 題 目］基質親和性の高い微生物を利用した低濃

度温室効果ガス処理技術の開発 

［研究代表者］松浦 哲久 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］松浦 哲久、関口 勇地、野田 尚宏 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、排水処理プロセスから低濃度温室効果ガス

（メタン・亜酸化窒素）を除去する為に、基質親和性の

高い微生物を利用して低エネルギーかつ極低濃度まで温

室効果ガスを除去する技術を確立させ、その除去に関与

する微生物の機能解明を行う事を目的とした。平成25年

度は、排水処理 DHS（Down-flow Hanging Sponge）
バイオリアクターを作成し、土壌から採取したメタン酸

化細菌の連続培養を行い、その微生物群集構造の解析を

行った。培養リアクターを用いた長期間の微生物培養の

結果から、大気レベルのメタンガス（1.7ppm）を分解

可能な微生物群を集積できた。メタン濃度を変化させて

培養すると、異なる種のメタン酸化細菌が培養され、予

め1000ppm 以下のメタンガス濃度で培養した微生物群

において低濃度のメタンガスを長期間分解できることを

明らかにした。また、微生物群集構造解析の結果から、

基質親和性の高いグループのメタン酸化細菌が集積培養

されていることが示されており、その一部は分子系統学

的に新規な細菌群であることが示された。今後は、それ

らのメタン酸化細菌をさらに高濃度に集積培養するため

の条件検討や新規微生物群の解析等が必要である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］温室効果ガス、高親和性微生物、バイオ

リアクター 

 

［研 究 題 目］プロテオミクス、バイオインフォマティ

クス、イメージングによる表皮ガン治療

法の研究 

［研究代表者］ワダワ レヌー 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］ワダワ レヌー（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

上皮膜抗原（EMA）は、がん細胞において異常な翻

訳後修飾を受け、より少ない O-グリカン鎖を持つ。そ

のような低グリコシル化 EMA 抗原（uEMA）は、露出

していないタンパク質領域の露出を引き起こし、正常お

よび腺ガン表面上皮を区別する抗体生成などの免疫反応

を導く。がん細胞における EMA の増強発現は悪性細胞

の生存を促進させるため、EMA はがん治療の標的とし

て役立つことが予想される。そこで本研究では、分子学

的、バイオインフォマティクス、イメージング解析によ

りがんの標的としての EMA を評価する。そして、がん

細胞におけるシアリル-Lea、シアリル-Lex、シアリル-

Tn などの腫瘍関連ネオマーカーの翻訳後のグリコシル

化特性を解析し、モータリン、CARF、p53などの腫瘍

促進や抑制に関与するタンパク質との相互作用を調べる。

EMA ネオマーカーは、表皮系腫瘍において、予防的ま

たは治療のための診断マーカーとして利用される可能性

を持っており、これらの成果は、新しい診断と治療法の

ための新たな戦略的アプローチを与えると期待できる。 

 生化学的およびイメージング解析により、生育停止に

おける CARF の役割を分子レベルで解析した。CARF
が細胞周期の G1において上方制御されること、また

様々な薬剤で誘導されることを見出した。生育停止は

p53と p21の上方制御により調整されるが、これは

CARF が DNA 損傷応答の要素であることを示唆する。

シアリル-Lea とシアリル-Tn EMA ネオマーカーの各

種成長因子との相互作用は、バイオインフォマティクス
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手法で解析した。これらの抗原モチーフが各種のタンパ

ク質と結合することを確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ガン、糖尿病、高血圧、トランスレーシ

ョナルリサーチ 

 

［研 究 題 目］多光子顕微鏡による LIVE イメージン

グ：生きた口腔で細胞膜修復装置を明ら

かにする 

［研究代表者］松田 知栄 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］松田 知栄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 口腔内の細胞は咀嚼またはブラッシングなどの機械的

刺激により損傷を受け続けているが、その細胞膜は絶え

ず修復されている。細胞膜修復は3秒～1分で完了する素

早い現象である。本研究では生きているマウスの口腔内

の歯肉（上皮細胞）、舌（骨格筋線維）および歯（象牙

芽細胞）の細胞損傷と細胞再生を観察し、口腔内の細胞

膜修復装置の動きを捉える。 

研究計画： 

 本研究では細胞膜修復の膜の供給源を GFP とレーザ

ー損傷法によってライブイメージングで解明し、細胞膜

修復装置の全容を解明することである。 

昨年度までに香川大学医学部において、GaAsP 搭載型

高感度多光子レーザーシステムを構築し、アネキシンー

GFP を用いたライブイメージングにより、小胞によっ

て損傷細胞膜が修復する様子を撮影することに成功した。

本年度はアネキシン以外の細胞膜修復分子であるカルパ

インおよびアネキシン関連タンパク質の細胞膜修復時の

挙動を解明する。口腔内の細胞にエレクトロポレーショ

ン法にて遺伝子を導入した後、2光子レーザーを用いて

細胞膜損傷実験を行い、細胞膜修復時のライブイメージ

ングを行う。 

年度進捗状況： 

 GFP 融合タンパク質として S100A10、カルパインを

マウス口腔内の細胞において発現させた。現在は、細胞

膜修復時の GFP-S100A10、カルパインの挙動を観察中

である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］筋ジストロフィー、細胞膜修復 

 
［研 究 題 目］動的脳活動の非侵襲計測データ統合解析

に基づく高次視覚認知のデコーディング

技術 

［研究代表者］岩木 直（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］岩木 直、中井 敏晴（国立長寿医療研

究センター）、熊田 孝恒（京都大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、脳内の様々な領域の協調的活動によって

実現されている高次かつ主観的な視覚体験の神経機序を

解明するためのツールとして、脳活動の時空間ダイナミ

クスと領域間相互作用データから高次視覚体験の神経情

報を復号化（デコード）する技術の開発を目標とする。

具体的には、MEG/EEG と fMRI データの統合解析手

法を基盤に、脳活動の時空間的特徴（部位、潜時・活動

時間）を、高精度に抽出する手法を開発し、統合解析ア

ルゴリズムにより得られる高精度な脳活動データから、

因果モデリング技術を用いて、各活動領域間の相互作用

を定量的に評価する手法を考案し、これと主観的な視覚

知覚との関連を調べる。 

平成25年度は、二次元の網膜像上での動きから三次元

物体を知覚するために必要な、背側視覚系（dorsal 
visual subsystem ）と腹側視覚系（ ventral visual 
subsystem）との間における神経信号のやり取りを定量

的に解析した。とくに、fMRI と MEG データの統合解

析（マルチモーダル・ニューロイメージング）により可

能になる高時間・空間解像度な脳活動ムービーに、因果

モデリング技術を適用することにより、両視覚情報処理

系の間の神経信号の「流れ」を解析したところ、低次の

視覚野からのボトムアップ信号と、高次な腹側視覚系か

らのフィードバック信号が、頭頂後頭部（parieto-
occipital area）で処理されていることを示す結果が得

られた。これらの結果は、フィードフォワードな背側視

覚系での動きの空間処理から、腹側視覚系での暫定的な

物体認知が行われた後、再び背側視覚系へ処理がフィー

ドバックされることにより、よりロバストな三次元物体

知覚を生成している可能性を示唆している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］非侵襲脳機能計測、マルチモーダル・ニ

ューロイメージング、三次元物体知覚、

高次視覚処理、因果モデリング 

 
［研 究 題 目］意思決定における「迷い」の検知・制御

メカニズム 

［研究代表者］小村 豊（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］小村 豊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 意思決定とは、複数の可能性のある選択肢から、ベス

トの行動を決定するという脳機能である。不確定要素の

多い現代では、意思決定に迷うケースにしばしば出くわ

す。その迷いに合わせて、私たちは様々な適応行動をと

る。 

 例えば、もっと正確な情報を得るために、注意を高め

たり、異なるソースを探したり、煮詰まるほどの迷いで

あれば決断を遅らせたり、逃避することだってあろう。
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しかし、これまで、脳がどのように意思決定における

「迷い」を検知し、それをもとに様々な適応行動につな

げているのかというメカニズムについては、ほとんど分

かっていない。 

本年度は、 tree-search型プランニングが必要な

deliberative 課題と、同一行動を反復すればよい

stereotyped課題をサルに課し、意思決定の迷いに関連

する行動学的特性を詰めていった。この結果を踏まえて、

今後は、その神経メカニズムを明らかにしていく予定で

ある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］意思決定、迷い 

 
［研 究 題 目］ホームケアをサポートする人間生活調和

型コンパクトアクチュエータの総合的研

究 

［研究代表者］井野 秀一（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］井野 秀一、榊 浩司（エネルギー技術

研究部門）、土井 幸輝（国立特別支援

教育総合研究所）、佐藤 満（昭和大学）、 

和田 親宗（九州工業大学） 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本格的な高齢社会を迎え、多様なライフスタイルをサ

ポートする福祉機器の開発とその充実が真に求められて

いる。また、世界各地で頻発する甚大な自然災害や都市

災害の現場では、電源インフラに依存せず、高出力で機

動性に優れる防災救助ツールの登場が期待されている。

そこで、本課題では、電源フリーでハイパワーかつコン

パクトな人間生活調和型のソフトアクチュエータの新技

術を、高齢者や障害をもつ人たちのホームケアおよび防

災救助向けの応用に軸足を置き、機能性材料開発や人間

行動計測などを織り交ぜて、学際的な視座から研究開発

することを目的としている。 

本年度は、人間生活調和型アクチュエータシステムの

基盤研究（合金開発や周辺技術開発など）を主に実施し

た。合金開発については、アクチュエータの動力源とい

う観点から見た水素吸蔵合金の特性評価システムの構築

を行い、高価な希土類元素を用いない新合金開発に取り

組んだ。その結果、レアメタルフリーの Zr-Ti-Mn 系合

金において、従来の LaNi 系合金に匹敵する優れた水素

吸蔵特性が得られ、耐久性も良好であることを実験的に

明らかにした。周辺技術開発としては、アクチュエータ

設計の自由度向上と内部構造のソフト化を狙う合金シー

ト化技術の開発に着手し、抄紙技法の適応可能性を評価

した。また、福祉分野や防災分野での現場調査を行い、

コンパクトアクチュエータの有効な活用対象を具体的に

精査した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アクチュエータ、水素吸蔵合金、ホーム

ケア、介護、防災、生体計測 

 
［研 究 題 目］高齢者の健康で安全な生活のための居住

環境と住まい方に関する基礎的・実践的

研究 

［研究代表者］都築 和代（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］都築 和代（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

日本は四季の変化に富み、その結果が室内に反映され、

室内温熱環境や光環は季節によって異なる。これまでの

高齢者の居住環境と睡眠についての調査結果から、夏季

に高齢者は冷房器具の使用率が低く、そのため寝室が高

温になって、中途覚醒や体動が増加し、睡眠効率が他の

季節に比べ劣化していた。これらの季節の影響は高齢者

のみに特有であるかどうかを調べるために、2ヶ月毎に1

年間、青年男女を調査対象としてデータを収集した。ア

クチグラフによる睡眠の測定、寝室の温度・湿度の測定、

温冷感や睡眠感についての質問紙調査を実施した。 

周囲気温は、起床時に6月と8月、2月と4月、10月と4

月で有意な差は無かった。被験者周囲の絶対湿度は、2

月と4月、6月と8月の間で有意な差は無かった。調査対

象者の着衣量は、6月と8月、12月、2月と4月で有意な差

は認められなかった。温冷感申告には月により有意な差

が認められたが、快適感申告には有意な差が認められな

かった。回帰式に代入して算出した1clo 着用時の周囲

気温は16.2℃となり、温熱中性申告は気温20.5℃で得ら

れた。睡眠に関しては、就床・起床時刻、睡眠時間、睡

眠効率、入眠潜時等の全ての項目で月による有意な差を

認めず、また、性差も認めなかった。就寝時の気温・湿

度が6月で26.7℃70%、8月で27.2℃66%であったが、高

齢者のように他の季節に比べ、睡眠は悪化しなかった。 

青年の睡眠は季節の周囲温熱環境により影響を受けず、

悪化しなかった。温熱環境、着衣量や温冷感には月によ

る差があったが、快適感には差が無かった。これらの結

果は、高齢者の睡眠の脆弱性を示唆するものである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］睡眠、季節、室内環境、 

 

［研 究 題 目］運用現場における音案内の誘導性能をリ

アルタイムに評価するツールの開発 

［研究代表者］佐藤 洋（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］佐藤 洋、関 喜一、伊藤 納奈、 

倉片 憲治（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

音案内による視覚障害者等の円滑な移動を支援し、か

つ騒音にならない誘導鈴の音デザインおよび公共空間の

音環境整備を促進するために、本研究では現場における
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音案内の評価を可能にする画期的なツールの開発を行い、

現場における音案内の性能評価を実現することを目的と

する。性能評価とは、運用現場の特性に応じた適切な音

案内の設置および音量の設定を行うための設置場所周辺

における音案内の方向誘導性能を定量的に示すことであ

る。その際、高齢者およびロービジョン者を考慮できる

方法とし、音案内の多くのユーザー層に適用できるよう

にする。ツールの特徴は、視覚的な注意特性の計測と両

耳に入力される音響信号分析とを用いて、動的な音案内

信号および歩行時の音案内の性能評価が運用現場におい

てリアルタイムに可能になる点にある。 

 視覚的注意特性の計測を取り入れた新しい音の方向定

位実験については、注視点が音の提示位置と合致するか

否か、どの程度ずれるのかを評価するための装置開発を

行った。また、立体的音響入力から性能評価を行うアル

ゴリズム開発については音場再生に関する基礎的検討を

実施した。 

[分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］視覚障害者、音案内、音環境 

 
［研 究 題 目］訓練サンプル最適化による識別器の性能

向上手法 

［研究代表者］西田 健次（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］西田 健次（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

サポート・ベクトル・マシン（SVM）などの識別手

法とカーネル法に代表される非線形化手法の発展により、

教師あり学習に基づく識別器の能力は大幅に向上し、本

質的に識別可能な問題であるならば、訓練サンプルに対

しては100%の識別率を実現することは難しいことでは

なくなってきている。しかし、未学習サンプルに対する

識別能力（汎化性能）は、過学習などの問題もあり、そ

の性能を向上することは、未だ難しい課題となっている。

識別器の汎化性能を向上する手法の一つに、識別に本質

的に関わる特徴を選択して訓練に用いる特徴選択手法が

挙げられ、特徴選択を行った複数の識別器を組み合わせ

ることで、高い汎化性能を実現することが可能であるこ

とが示されている。一方、訓練サンプルセットが、識別

対象のモデルを上手く再現したものとなっていなくては、

性能の良い識別器（および、特徴選択）を用いたとして

も、最終的な識別性能は高いものとはならない。車両検

出・追跡課題のように、膨大なサンプルの中から識別対

象のモデルを再現する訓練サンプルセットを抽出すると、

訓練サンプルセット自体が非常に大きなものとなること

が多く、訓練サンプルセット全体で識別器の訓練を行っ

た場合、非常に大きな計算量が必要となると同時に過学

習による汎化性能の低下を招く可能性がある。大きな訓

練サンプルセットから適切な訓練サンプルを選択し、小

さな訓練サンプルで識別器を訓練することが出来れば、

計算量の削減とともに、汎化性能の向上が期待できる。 

本研究では、訓練サンプルの一部をランダムに選択し、

ランダムなパラメータを用いた弱い識別器を多数統合す

ることにより、全訓練サンプルよりも遥かに少ない数の

訓練サンプルで識別能力が高く、かつ、汎化性も高い識

別器の構成手法を検討している。人工データによる評価

実験では、単一の SVM による識別器では、20,000サン

プルの訓練セットに対して4000個のサポートベクターを

必要としたが、提案手法によると100個から200個のサン

プルを用いるだけで、同等の識別性能を持ち、汎化性に

関してはより高い識別器が構成できることを示している。

今後は、車両検出、追跡などの実応用への適用などを目

指していく。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］パターン認識、識別器、SVM、汎化性 

 
［研 究 題 目］自閉特性が顔認知に与える影響－分類画

像法および反応一貫性分析による検討－ 

［研究代表者］永井 聖剛（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］永井 聖剛（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自閉症者と定型発達者では知覚・認知上処理スタイル

に様々な違いが指摘されている。しかし、定型発達者

（＝非自閉症）の中にも自閉特性には大きな個人差があ

り、共同注意にはこの自閉特性の個人差が影響すること

が報告されている。本研究では、自閉性が高い（自閉症

者に近い）定型発達者と自閉特性が低い定型発達者で顔

認知情報処理の差異がどのように生じるかを調べること

を目的とする。近年開発された分類画像法を用いて顔情

報処理ストラテジーの個人差を詳細に視覚化し、反応一

貫性分析により反応決定プロセスの影響も検討する。 

 自閉症は遺伝することがいくつかの研究で示唆されて

いる。遺伝学的な研究を効果的に進めるためには自閉症

者およびその家族を調査対象とするだけでは不十分であ

り、潜在的に自閉症因子をもつ被験者を選定することが

不可欠と思われる。自閉特性の高い定型発達者の知覚、

認知、行動反応特性を調べ自閉症者との類似性が明らか

となれば、自閉症因子をもつ集団としてコミュニケーシ

ョン能力の低い定型発達者が認められることとなり、遺

伝学的研究が大きく進むことになる。特に、今回の研究

計画で扱う、社会性に深く関与する顔認知情報処理が自

閉特性によってどのように変化するかを明らかにするこ

とにより、多大な貢献ができるものと期待される。申請

者が得た自閉特性と、タスクスイッチング、およびバイ

オロジカルモーション知覚とを合わせることにより、認

知心理学的課題成績と自閉症者出現確率との関係性につ

いての重要な知見を得るものと期待される。このような

研究知見を集積することにより、自閉症者、および、自

閉特性が高く、潜在的自閉症因子をもちコミュニケーシ
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ョンが苦手な者の早期発見が可能となると考えられる。

その結果、早期のコミュニケーション訓練によって健常

なコミュニケーション能力の発達支援を進めることがで

きるという医学・社会福祉学的に大きな意義があるとい

える。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］顔情報処理、分類画像法、内部ノイズ、

処理効率 

 

［研 究 題 目］側頭葉における報酬に基づいた視覚刺激

の連合記憶メカニズムの解明 

［研究代表者］菅生 康子（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］菅生 康子、松本 有央 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

我々の日常生活において、記憶機能は重要な役割を担

っている。また、長寿化が進むにつれ、記憶の機能が衰

える認知症への対応が社会の大きな課題となってきてい

る。記憶や認知の脳内メカニズムを明らかにすることは、

認知症を理解し、認知症患者のクオリティ・オブ・ライ

フを向上する技術開発の手掛かりを得ることにつながる。

しかし、状況に応じて柔軟に認知する仕組みには不明な

点が多い。 

本研究では、物事を識別する脳のメカニズムを明らか

にするため、嗅周囲皮質を中心に情報処理の解明を目指

した。実験では、同じパターン刺激がその前に呈示され

る色刺激によって、「報酬あり」か「報酬なし」に関係

づけられている。実験動物は、色刺激を記憶し、続いて

呈示されるパターン刺激を見て報酬の有無を連想する。

嗅周囲皮質では、パターン刺激呈示中つまり、まだ実際

の報酬呈示・非呈示が行われていない状況にもかかわら

ずニューロンの約半数が報酬の有無の情報を表現するこ

とが明らかになった。さらに、色刺激・パターン刺激の

組み合わせの情報も表現していたことから、報酬の有無

の情報が段階的に処理されることも示唆された。 

本年度は、嗅周囲皮質の前段階の処理を行うとされる

TE 野のニューロン活動を記録し、解析した。その結果、

TE 野では柔軟な表現は弱いことが分かった。報酬の有

無の情報の潜時には TE 野と嗅周囲皮質で有意差がなか

ったが、組み合わせ情報の潜時は嗅周囲皮質のほうが

TE 野よりも短かった。これらの結果から、柔軟な表現

は嗅周囲皮質およびその下流の領野で起こると考えられ

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］動機付け、側頭葉、ニューロン 

 

［研 究 題 目］認知行動を取捨選択制御する前頭前野神

経回路機構の研究 

［研究代表者］瀧田 正寿（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］瀧田 正寿（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

「何かに気持ちを奪われ、意図することが十分できな

い／不適切なことをしてしまう」ような不具合な認知行

動が生じる仕組みを、脳神経回路機能レベルから明らか

にし、対処法を提唱することが本研究の目的である。臨

床では作業記憶が負の感情で阻害される報告が増え、ラ

ットではそれぞれに海馬－前頭前野路と前頭前野－扁桃

体路が関わり、共にドーパミン調節を受ける。この直列

関係を電気生理・神経化学的に解析し、ラット早期母仔

分離モデルが示す不安行動と前頭前野－扁桃体路の伝達

機能不全を改善することを最終目的として、認知行動療

法的な作業記憶トレーニングや臨床様に向精神薬投与を

行い、不具合な認知行動の生じる仕組みを検証する。 

当年度、一昨年度開発した遅延交代課題と高架式十字

迷路を連携して用い、作業記憶と不安行動の関係を解析

した。また、共同研究先と、脳3部位の自発神経活動を

同時計測し、神経回路機能を解析した結果、解剖学的回

路が存在する場合でも、神経伝達がある場合と無い場合

が存在することを観察した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］認知行動、作業記憶、不安、前頭前野、 

扁桃体、海馬 

 

［研 究 題 目］社会的公正性に配慮したデータマイニン

グ技術 

［研究代表者］神嶌 敏弘（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］神嶌 敏弘、赤穂 昭太郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、公正性・中立性に配慮したデータマ

イニング技術を開発することにある。データマイニング

技術は、与信や採用といった重要な決定にも関与してい

る。このとき、性別・人種・出生などの社会的公正性の

観点から利用すべきでない情報の関与を排除すべきであ

る。これには、単純にこれらの情報をモデルから除外す

るだけでは不十分であることが知られている。例えば、

特定の人種が、特定の区域に住んでいる場合、これらの

情報には高い相関が生じ、人種という情報を除外しても、

居住区域の情報から間接的に差別的な判断がなされるこ

とがあり、これを red-lining 効果という。 

このような判断を回避するために、本研究では、与信

や採用などの決定事項と、性別・人種など配慮を要する

情報との間の統計的独立性を保証することで、こうした

公正性を確保する分析モデルを研究している。 

前年度は、統計的独立性を制約項として組み込む拡張

をロジスティック回帰分類モデルに対して行った。しか

し、公正性の達成度に関しては、後処理で公正性を強化
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する既存手法に劣っていた。この問題に対し理論面から

解析を行い、モデルバイアスや決定則の影響を明らかに

した。そして、その問題を解消したモデルを考案するこ

とで、既存のヒューリスティックな公正性強化手法の数

理モデルを明らかにし、理論基盤を強化した。 

同じく、前年度において、利用者に提供する情報の中

立性を強化する情報中立推薦システムを提案していた。

中立性は提案モデルにて強化できることは示せたが、計

算が困難なモデルを採用しており、処理できるデータの

規模が非常に小さいという問題があった。今年度は、モ

デルの簡素化を行うことで、公正性を悪化させることな

く大規模なデータを処理できるような改良を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］データマイニング、公正性 

 
［研 究 題 目］不均一な弾性構造の知覚特性の研究 

［研究代表者］遠藤 博史（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］遠藤 博史（常勤職員１名） 

［研 究 内 容］ 

人の弾性知覚では、対象となる物体に力を加えて、そ

の入出力関係から物体の構造に関する情報や弾性係数を

推定しており、これまでに一様な弾性特性を持った物体

に対する研究が行われてきた。しかし、我々の身の回り

に存在する多くの物は、不均一な弾性特性を有するため、

本研究では、不均一な弾性特性を有する物体に対する人

の弾性知覚メカニズムを明らかにすることを目的とする。 

本年度は、変位や力の情報がどのように弾性として知

覚されるのかを明らかにするため、ゴム状の均一な弾性

体を用いた弾性知覚の心理物理実験（弁別課題と強度推

定課題）を行った。その結果、弾性の知覚にとって、知

覚された力と変位の関係だけが重要ではなく、まず押し

方（荷重の制御則）が重要であることが明らかになり、

さらに、規則的に押された結果得られる変位や力の情報

がどのように統合されて弾性として知覚されているのか

に関する有力な仮説を得ることができた。また、モータ

制御で仮想的に任意の弾性特性を提示できる仮想弾性提

示装置を製作し、上記仮説を検証するための実験系の構

築を行った。弾性知覚における変位や力の関係を明らか

にすることで、不均一な弾性知覚メカニズムの解明だけ

でなく、人にとって最適な弾性提示技術の開発につなが

ると考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］弾性知覚、触覚、運動感覚 

 
［研 究 題 目］特徴空間の幾何構造を利用した学習アル

ゴリズムの構築 

［研究代表者］赤穗 昭太郎（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］赤穗 昭太郎、 

藤木 淳（福岡大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、特徴空間の幾何学的構造の解明およ

びそれに基づく学習アルゴリズムの構築を行い、パタン

認識やコンピュータビジョンに応用することであり、そ

の研究の流れに沿って平成25年度は下記のような成果を

得た。 

第一に、点と点との間の類似度を、直線度を反映した

幾何学量として設計し、その類似度からスペクトラルク

ラスタリングというクラスタリング手法によってサンプ

ルをクラスタリングする手法を開発した。このクラスタ

リング手法は、魚眼レンズなどから得られる歪んだ画像

からでも安定して直線抽出することができるという特徴

を持つ。実画像を用いた実験によって、この提案手法が

既存手法より優れていることを示した。 

第二に、再生核ヒルベルト空間上の曲面あてはめ問題

について数値実験を行い、入力空間の計量や特徴写像の

構造の関係を調べ、主成分分析と劣成分分析の関連性や、

高次元になった場合にそれぞれのもつ問題点を明らかに

した。具体的には、主成分分析ではpreimage問題を解

くのが数値的に不安定であるのとなめらかな曲面が得ら

れるとは限らないこと、劣成分分析ではあてはめ曲線の

自由度が高すぎてどの曲線を選ぶべきかの明確な指針が

ないことがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アルゴリズム、機械学習、幾何学、関数

解析学、パタン認識 

 
［研 究 題 目］運動に伴う血圧変化メカニズムの解明 

［研究代表者］小峰 秀彦（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］小峰 秀彦、菅原 順 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、運動中に生じる血圧上昇ならびに運

動終了後に生じる血圧低下について、動脈血圧反射調節

の観点から、そのメカニズムの解明を目指すことである。 

頸部陰圧陽圧負荷を用いて頸部に存在する血圧反射受

容器を刺激する装置が必要であった。そこで、刺激条件

を詳細に調節する制御プログラムを作成した。頸部を覆

うカラーと、頸部カラーに対して陰圧を加えるポンプ、

および陽圧を加えるポンプから構成する装置に対して、

陰圧・陽圧をコントロールし、血圧反射受容器を様々な

方法で刺激する制御機構を作成した。特に、頸部の血圧

反射受容器を刺激するだけでなく、末梢で得られる血圧

情報を頸部カラーにフィードバックすることで、頸部血

圧受容器を刺激せず、大動脈弓血圧受容器のみを刺激す

る制御方法を検討した。具体的には、以下のような点を

検討した。 
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1. 目的とする大きさの陰圧、陽圧を頸部に負荷し、任

意の時間の間、目的圧力を維持する 

2. 陰圧から陽圧、または陽圧から陰圧という負荷を連

続的に、かつ素早く切り替えられる 

3. 血圧変化情報を頸部カラーにフィードバックし、頸

動脈圧受容器を刺激する推定圧力を一定に保つ 

上記1および2については、制御プログラムの設定によ

りコントロールすることができた。3については、急激

かつ大幅な血圧変化が生じた時には、制御プログラムの

みでは対応困難な場合があることが判明した。対応策と

しては、制御プログラムとハードウェア（ポンプ、モー

ター）の両方をコントロールする方法、あらかじめ急激

な血圧変化を想定した頸部カラーへの圧力操作を加えた

後、血圧情報のフィードバックをかけてコントロールす

る方法などがあげられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］血圧、加齢、運動、動脈血圧反射 

 
［研 究 題 目］脳損傷後の運動機能回復の基盤となる分

子・解剖レベル変化 

［研究代表者］肥後 範行（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］肥後 範行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

運動出力にかかわる大脳皮質領野である第一次運動野

損傷後の運動機能回復の基盤となる脳内変化を解明する

ために、組織学的解析を行った。解剖学的トレーサーで

ある BDA を運動前野腹側部に注入し、1か月後に解剖

して染色したところ、運動前野腹側部から発し、皮質下、

あるいは反対半球に向かっている線維が同定された。そ

こで、軸索における神経活動伝播速度にかかわるミエリ

ン鞘を形成するオリゴデンドロサイト前駆細胞マーカー

の発現を調べた。その結果、運動前野腹側部から皮質下

への投射経路の周囲には、オリゴデンドロサイト前駆細

胞マーカーの発現細胞が多く発現していた。すなわち、

ミエリン鞘の形成により経路を強化することが、拡散テ

ンソルイメージングのシグナル増強の一つの原因になっ

ていて、また、損傷後の機能回復に関与している可能性

が考えられる。新たな経路が形成されている可能性を検

証するため、出力線維終末の分布を健常個体と比較した。

ほとんどの領域で、出力線維終末の分布は健常個体と損

傷個体で一致していたが、小脳核、特に室頂核では損傷

個体のみで運動前野腹側部からの出力線維終末が見られ

た。3頭の損傷個体すべてで、損傷側の小脳核に運動前

野腹側部からの終末が確認された一方で、健常個体では

対応する投射は確認できなかった。このことから、回復

過程で運動前野腹側から小脳核への投射が形成された可

能性が考えられる。第一次運動野の損傷により、皮質脊

髄路を介した伝達に障害を受ける。回復時には運動前野

腹側部から小脳核への投射が形成されることにより、小

脳核から脊髄への投射を介した運動出力が確立された可

能性があり、さらなる検証を行っていく必要がある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リハビリテーション、霊長類、病態モデ

ル、機能回復、神経可塑性 

 

［研 究 題 目］多点電気刺激による顔情報制御の研究 

［研究代表者］林 隆介（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］林 隆介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

われわれは、顔の向きがいろいろと変化しても、誰の

顔か正確に判断することができる。こうした顔認知機能

は、下側頭葉の「顔エリア」とよばれる脳領域群からな

るネットワークが担うと考えられているが、その詳細は

明らかでない。本研究では、下側頭葉のさまざまな脳領

域（TEO 野および TE 野後部、TE 野中央部、TE 野前

部）の表面に400µm 間隔で配列された96本の電極から

なるアレイ型電極を計4個（合計384本の電極）埋め込み、

さまざまな画像に対する神経活動を記録することを目標

としている。そして、顔エリアに対応する部位を同定し

たのち、各顔エリアを多点電気刺激し、顔認知機能の変

化を定量評価することをめざしている。 

これまでに、下側頭葉に埋め込んだマイクロ電極アレ

イから神経活動記録を行い、脳領域の違いによる顔情報

処理の諸性質が明らかにされつつある。様々なヒトの顔

を異なる方位から観察した画像を提示し、神経応答を解

析すると、顔の方位と顔の個人識別情報の表現様式が

TE 野の部位によって異なることを明らかにしており、

現在、さらなる詳細を調べている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、顔認知、視覚情報処理 

 

［研 究 題 目］異なる感覚モダリティ・属性に共通した

「時間」と「内容」の情報統合メカニズ

ムの解明 

［研究代表者］藤崎 和香（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］藤崎 和香（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、「時間」と「内容」の情報を適切に

統合してダイナミックな知覚世界を成立させている人間

の脳の論理を、心理物理学的実験手法を用いて解明する

ことである。研究成果から、物理的には時間がずれてい

ても人間にはずれを感じさせないような、人に優しいマ

ルチモーダルインターフェースの設計指針が得られるこ

とが期待される。 

我々は近年、感覚モダリティ間・属性間のバインディ

ング課題の時間周波数限界が、感覚モダリティや属性の

組み合わせによらず、約2.5Hz と共通になることを発
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見した。本研究では、この感覚や属性の組み合わせによ

らない共通の時間限界が、「時間（いつ）」と「内容

（何）」の情報を並列的に処理したのちに統合するとい

う脳の戦略を反映したものではないかという仮説を、

「運動」という感覚・属性に共通した新たな指標を用い

て検証するものである。 

平成25年度は、この問題について、「感覚－運動間の

時間－特徴統合課題」を行って検討した。従来の対応付

け課題では、2つのモダリティもしくは属性の刺激系列

が共に交替刺激であったため、刺激系列1と刺激系列2の

「内容」と「内容」を「時間」を基軸として統合する必

要があった。それゆえ、対応付け課題のみでは約2.5Hz
の時間限界を決定しているのが、「時間」と「内容」の

統合過程なのか、それ以外の過程なのかを区別できなか

った。本研究では運動を共通の指標として用いて検討す

ることで、この問題を解決するものである。結果につい

ては現在分析中である。 

上記の他に、生理学研究所の共同利用研究に採択され、

「時間」と「内容」を統合する脳内部位の特定を目指し

て fMRI の実験を行っている。併せて、聴覚における属

性間バインディングの研究も進めている。また、朝倉書

店より出版された「福祉技術ハンドブック」において、

異種感覚統合について執筆を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マルチモダリティ、同時性判断、時間情

報処理、時間バインディング 

 

［研 究 題 目］業務引き継ぎカイゼンシステムを用いた

OJT 教育プログラムのフレームワーク 

［研究代表者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］鷲尾 利克（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

救命救急の臨床における看護業務の無理・無駄をなく

し、更には、on-the-job training（以下、OJT）に対応

する教育プログラムの提案が可能なシステムの構築を行

う。具体的には、1)携帯型端末機器による看護業務カイ

ゼンシステムの確立、2）システムを用いた新人・先輩

看護師の業務記録から先輩看護師の暗黙知、新人看護師

のピットフォールの抽出、3)新人教育のプログラムの作

成・施行、を行う。最終的には、本研究の事例から、救

命救急看護師の高度画一化を実現するために、日常業務

の情報を用いた教育プログラム作成・施行のフレームワ

ークを提案する。 

本年度は、看護師が臨床現場で患者情報を記録し共有

するためのシステムを、開発初期から看護師の意見を取

り入れながら作成し、臨床での実証実験が可能な段階ま

で完成度を高め、システム開発の方法及びシステムに関

して学会発表を行った。作成したシステムは、携帯端末

とサーバ PC からなり、情報は無線 LAN 経由でやり取

りされる。携帯端末は、市販品にソフトウェアをインス

トールすることで使用することが出来る。画像撮影、ま

た、過去に収集した画像の閲覧も可能である。更に、タ

ブレット型端末では、2つの画像もしくは動画同士を比

較でき、患者の状態の経過を非言語情報として確認する

ことが出来る。携帯端末は、看護師が患者看護の際、記

録または過去情報を閲覧することを想定し、タブレット

型端末は、多人数での打ち合わせの際に使用することを

想定している。今後は、臨床における実証実験を行い、

情報共有に有用なシステムかを検証する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］情報共有、携帯端末、非言語情報 

 
［研 究 題 目］自己と他者の認識が感覚情報処理に与え

る影響－社会性と知覚の接点－ 

［研究代表者］山本 慎也（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］山本 慎也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 複数の感覚信号の統合・分離を、脳がどのようにスイ

ッチしているのだろうか？本研究課題では、時間知覚の

観点からこの問題を解決することを試みた。まず、空間

的一致性が感覚信号の情報統合に影響を与えるという仮

説の検証を、時間順序判断の実験系を用いて行った。そ

の結果、刺激間の空間一致性が情報統合に貢献すること

を示す結果を得た。次に、自己と他者の認識が感覚信号

の情報の統合に影響を与えるという仮説の検証を、同時

性判断の実験系を用いて試み、触覚と視覚の刺激がとも

に自己の身体に関連付けられている時には、主観的に同

時と感じる確率が上昇するという結果を得た。これらの

結果を総合して、脳における感覚信号の統合と分離は、

それらが単一の信号源から発しているかどうかに依存し

ていることを明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、認知科学 

 

［研 究 題 目］色覚障害者に配慮した均等色空間および

色差式の確立にむけた基礎研究 

［研究代表者］坂本 隆（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］坂本 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 色覚障害者向け技術開発や、色覚障害者向け視覚標示

物作成のためには、色覚障害者が知覚する色の差異（色

差）を予測し、これを定量的に評価する方法が必要であ

る。しかし、当該の方法は未だ確立されていない。これ

を解決するためには、色覚障害者の知覚的色差に等歩度

となる均等色空間および色差式が必要である。本研究は、

先天性の色覚異常、特に1型2色覚と2型2色覚に着目し、

当該2色覚を対象とする視覚実験と色覚モデルに基づく
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研究を通じて、均等色空間を構築し、色差式を導出する

ことを目標とする。 

 平成25年度の進捗状況： 

 1型2色覚の lightness 知覚は LMS 錐体色空間の M 軸

だけに依存して決まり、一方、2型2色覚の lightness 知

覚は L 軸だけに依存して決まると予測し、この予測に

基づく色覚モデルを構築した。また、chromaticness 知

覚については、1型2色覚の場合は M 軸と S 軸の値の比、

2型2色覚の場合は L 軸と S 軸の値の比によって、それ

ぞれ表現されると予測し、色覚モデルで表現可能な非線

形変換式を導き出した。当該の色覚モデルの意味と定性

的な性質について、国際色彩学会（AIC2013）で報告・

議論するとともに、日本色彩学会誌に研究報告を掲載し

た。色覚モデルの各パラメーター値については、視覚実

験に基づく算定をしなければならないが、視覚実験装置

が故障し、海外製品のため修理と装置の復旧に半年以上

を要してしまったため、平成25年度については、1型2色

覚および2型2色覚を対象とする視覚実験を実施できなか

った。この事態に対処するため、科研費研究期間の1年

延長を日本学術振興会に申請した。幸い当該申請が了承

されたため、平成25年度に実施できなかった視覚実験に

ついては、平成26年度に改めて実施する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］色覚異常、知覚特性、色差、色空間 

 

［研 究 題 目］睡眠中の潜在記憶学習の可能性 

［研究代表者］甲斐田 幸佐（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］甲斐田 幸佐、武田 裕司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、指に呈示された触覚刺激の順序学習

が、キーボード押し運動をした時だけでなく、運動をし

ない場合でも生じるかを検証することであった。 

被験者は健常大学生17名であった（被験者内比較計

画）。比較する実験条件は2条件であり、条件間の違いは

受動的セッションにおける刺激の呈示順序に規則がある

かどうかとした。指の刺激には、携帯電話のバイブレー

ションに似た振動刺激（200Hz）を用いた。右手と左手

の第2および第4指に自作の振動モータをサージカルテー

プで固定した。両手の指に装着した振動モータは全部で

4個であった。振動刺激の呈示順序は1-4までの12桁の数

列（例：242134132143）またはランダム配列とした。12

桁の数列は、1ブロックにつき9回提示した。配列に規則

性があるブロックを「規則ブロック」、配列がランダム

なブロックを「ランダムブロック」とした。実験では、

刺激が呈示されたらできるだけ早く正確にキーボードの

ボタンを押すセッション（能動セッション）と、ボタン

押しをせずに刺激だけを受けるセッション（受動セッシ

ョン）を設けた。 

本実験の結果、触覚刺激を用いた系列反応時間課題に

おいて、（1）運動学習が生じること、（2）刺激系列への

受動的な暴露による学習は生じないこと、（3）受動的セ

ッションのランダム刺激が直後のブロックの反応時間を

遅延させることが分かった。（1）、（2）の結果から、触

覚刺激における系列学習は、主に運動学習によると考え

ることができる。（3）の結果は、ランダム刺激の呈示に

よって、刺激－反応の対応関係が一時的に阻害された可

能性を示唆している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］睡眠、記憶 

 
［研 究 題 目］加齢変化を考慮した騒音評価方法の開発

に向けた聴覚モデルの構築 

［研究代表者］倉片 憲治（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］倉片 憲治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで騒音の測定は、もっぱら若齢者の聴覚特性に

基づいて行われてきた。そのため、現行の方法では、高

齢者が知覚する騒音の大きさを適切に評価することがで

きない。そこで本研究では、加齢に伴う聴覚特性の変化

を表現する聴覚モデルの構築を行い、これを基礎として

新しい騒音評価方法を開発する。これにより、若齢者だ

けでなく、高齢者の音の聞こえをも的確に反映した騒音

の測定及び評価が可能であることを示す。 

 この目的のために、本研究では、聴覚特性の変化を表

現する聴覚モデルの構築に必要なラウドネス（音の大き

さ）知覚特性データの収集及び分析を行う。このモデル

に基づいて実環境のさまざまな騒音に対するラウドネス

を予測し、実際に高齢者が知覚するラウドネスとの対応

を検討する。 

 平成25年度は、これまでに高齢者を対象に収集したラ

ウドネス知覚特性データの分析を進め、等ラウドネス曲

線（同じラウドネスに知覚される音の周波数と強さの組

合せを示す曲線）を描くことに成功した。これは、若年

者を対象とした従来の曲線とは異なる、ラウドネスの加

齢変化の基本的な特性を示すものである。その成果は、

国際誌の学術論文1編としてまとめ、掲載が確定した。 

 今後は、その等ラウドネス曲線に基づく新しい騒音評

価法を開発し、その方法の妥当性を検証する計画である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］聴覚モデル、騒音評価、加齢効果 

 
［研 究 題 目］神経活動依存的に変動する脳内乳酸濃度

の全脳計測 

［研究代表者］高島 一郎（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］高島 一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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本研究では、脳賦活化の指標という観点から、脳内乳

酸の経時計測を行い、脳神経活動と脳が産生する乳酸の

関係を明らかにする。 

本年度は、脳内乳酸動態を従来と比べて極めて高効率

に解析できる、新しい単離全脳実験系を完成させた。本

実験系により、脳神経活動の膜電位イメージングを行い

ながら、同時に30秒に1回の時間分解能で乳酸濃度を連

続計測することが可能となった。この結果、脳への電気

刺激を繰り返して脳賦活化を行うと、全脳が産生する乳

酸量が逐次的に増え、脳活動量と乳酸産生量の間に正の

相関が認められた。次に、脳灌流液の温度を制御するこ

とにより脳温を変化させる実験を行った結果、脳温を上

げると脳の自発的なニューロン発火が増えるにも関わら

ず、全脳が産生する乳酸量には変化がないという結果が

得られた。さらに、脳灌流液中のグルコース濃度を操作

する実験を行ったところ、脳灌流液中のグルコース濃度

を低下させると乳酸産生が増えることが観測されたが、

グルコース濃度を基に戻した後は、乳酸産生もベースラ

インに戻る場合と戻らない場合があり、血糖値操作の乳

酸産生への影響が一過性であるか履歴効果を持つのか、

更なる検証実験が必要と考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］膜電位イメージング、乳酸、グルコース 

 

［研 究 題 目］多感覚情報の脳内統合機構の解明 

［研究代表者］山本 慎也（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］山本 慎也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

脳は複数の感覚信号を統合して、統一した知覚を構築

することが出来る。例えば、単一のイベントとして同時

に生じた視聴覚の感覚信号は、実際には脳内の多感覚領

域には同時に到着しない。これは、イベントから目や耳

(受容器)まで光や音が伝達される際に生じる物理時間差

と、受容器から他感覚領域まで神経信号が伝達される際

に生じる神経時間差という、2つの時間差に起因すると

考えられる。これら2つの独立に生じる時間差をどのよ

うに脳が補正しているのか、これまで未知の問題であっ

た。イベントが最も近くにある際には、物理時間差が生

じないため、多感覚領域に到達した信号の時間差は、ほ

ぼ神経時間差のみになり、この場合に聴覚信号の到達時

間が視覚信号のそれに対して相対的に最も早くなる。こ

れらの事から、我々は、「多感覚領域における到着時刻

のうち、聴覚信号が相対的に最も早い場合の時間差を、

神経伝導時間差であると補正する」という理論を構築し

た。さらに、視聴覚の時間順序判断の実験系によって、

上記の理論をサポートする新しい知覚変化を発見し、こ

の新しいタイプの知覚補正を「ゼロ点補正」と命名した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、認知科学 

［研 究 題 目］動脈硬化の加齢変化の個人差が生むメカ

ニズムの解明－10年間の追跡に基づく検

討－ 

［研究代表者］菅原 順（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］菅原 順、渡辺 光穂、下條 信威、 

前田 清司（以上、ヒューマンライフテ

クノロジー研究部門）、 

野田 尚宏、松倉 智子、吉池 里和 

（以上、バイオメディカル研究部門） 

（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

加齢に伴う動脈硬化の進行は循環器疾患発症の危険因

子となる。一方、習慣的な身体活動の実施によって中高

齢者の動脈硬化を改善し得るが、一方で、動脈硬化の進

行度や身体活動による改善効果には個人差が存在するこ

とも明らかになっている。これらの機構の解明は、個別

対応型（テーラーメイド）の効果的な循環器疾患発症予

防策の構築につながる。 

本研究では10年間の長期観察に基づき、動脈硬化度の

加齢変化の個人差における遺伝的要因（遺伝子多型）と

後天的要因（身体活動水準）の関与、および両者の相互

連関を探る。これにより、加齢に伴う動脈硬化の進行を

効果的に抑制し、循環器疾患発症を予防するテーラーメ

イドのライフスタイル処方の構築を目的とした。具体的

には、本研究室において約10年前に血圧や動脈硬化度の

測定を行った被験者を対象に、約10年後の追跡測定を行

い、循環器指標の経年変化に対する遺伝的要因（一塩基

遺伝子多型）および身体活動習慣を主体とする生活習慣

要因の影響を検証する。ヒト由来試料実験委員会および

人間工学実験委員会からの実験実施許諾を得た上で、36

名分のデータ取得を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］循環器疾患リスク、遺伝子多型、ライフ

スタイル 

 

［研 究 題 目］レム断眠が感情記憶に及ぼす効果検証 

［研究代表者］甲斐田 幸佐（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］甲斐田 幸佐、仁木 和久 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

睡眠は、記憶するために必要な生理現象である。睡眠

不足になると、物事を認知・判断する能力が低下し、記

憶能力が低下することが知られている。本研究では、レ

ム睡眠の選択的抑制によって感情認知や記憶の偏向が、

長期的な影響として残るのかどうかを検討する。 

被験者は健常男性大学生16名を予定して準備を行って

いる。本研究では、通常睡眠のあと（統制条件）、また

はレム睡眠の選択的抑制のあと（レム断眠条件）に被験
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者に感情写真を記憶させ、その後に記憶テストを行い、

記憶の忘却率を算出し、条件間で比較する。記憶テスト

は、記憶の直後（10分後）と8日後に行う。本研究で検

討した仮説は下記である。① 断眠後の記憶能力は、中

性刺激に対しては低下するが、快・不快刺激に対しては

低下しない、② 断眠の影響は、断眠8日後にも残る。 

  本年度（3年計画の1年目）は実験に使う装置の作成、

課題の準備、予備実験を行った。実験の準備が整ったた

め、平成26年度に集中的なデータ取得を計画している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］睡眠不足、感情、記憶 

 
［研 究 題 目］物理・免疫融合療法に用いる in situ 癌

免疫誘導のためのナノ構造アジュバント 

［研究代表者］王 秀鵬（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］王 秀鵬（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

今や癌は日本では第一位、世界でも主要な死亡原因と

なり、癌治療研究は社会的にも重要性が増している。癌

免疫療法は、従来の癌治療への重要なサプリメントであ

り、ヒトが元来持つ免疫系を利用し、免疫細胞を、正常

な細胞を傷つけずに腫瘍細胞のみを認識・破壊するよう

に活性化することで、再発や転移を防止する新規の癌治

療法として注目されている。本研究の目的は、「癌免疫

誘導のためのナノ構造アジュバント」を開発することで

ある。 
今年度は、新規の癌免疫誘導能を有するアジュバント

の作製を試みた。キャリアとして、ポアサイズを調整

（4 nm、7 nm、10 nm）したメソポーラスシリカ粒子

を選択した。これに、免疫刺激分子（菌体由来物質等）

をリン酸カルシウム飽和溶液中で共沈現象によって複合

化させて、アジュバント候補材料とした。この新規のア

ジュバント候補材料の有効性について、in vitro 実験に

よってスクリーニングを行った。In vitro 免疫活性評価

では、メソポーラスシリカ粒子を用いたアジュバント材

料は免疫活性を示した。メソポーラスシリカ粒子同士を

比較すると、ポアサイズ10 nm の粒子を用いたアジュ

バントの免疫活性が最も高かった。In vivo 評価実験を

引き続き実施し、より大規模な動物実験で、これまでに

作製したアジュバント候補材料（メソポーラスシリカ、

マグネシウムまたは亜鉛含有のリン酸三カルシウム）の

癌免疫獲得に対する有効性を再確認した。まず、癌治療

モデルマウスに固定化自己癌抗原と共存するようにメソ

ポーラスシリカ粒子を用いたアジュバント材料を皮下注

入した。コントロールグループには、現在唯一臨床で使

用可能のアラムアジュバントを注入した。免疫獲得に十

分とされる飼育期間の後、それらのマウスに再度腫瘍細

胞を皮下注入し、30日間観察を続けたところ、メソポー

ラスシリカ粒子を用いたアジュバントを注入したマウス

は腫瘍の成長速度は遅く、マウス体内で癌細胞に対する

免疫が確立されたものと考えられた。腫瘍の成長を抑制

するメカニズムとして、メソポーラスシリカ粒子を用い

たアジュバントを注入すると、マウス血中の抗体とリン

パ球中に細胞性免疫に関連するサイトカイン（例えば、

IL-2および IFNγ）の分泌が増大され、体液性免疫と

細胞性免疫の両方に関連する免疫活性が高まった事が要

因であると分かった。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］癌ワクチン、免疫補助療法、アジュバン

ト、メソポーラスシリカ 
 
［研 究 題 目］体外補助循環における出血・血液凝固の

非侵襲連続光診断法の確立 

［研究代表者］迫田 大輔（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］迫田 大輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

人工心臓や人工肺等において、血栓形成が問題となっ

ている。血栓を非侵襲に検出およびイメージングを達成

することで、デバイスの抗血栓性評価法の確立や、臨床

における抗凝固管理の最適化に貢献することを目的とし

ている。 

平成25年度の主な成果として、人工心臓内血栓形成の

近赤外光イメージング法を開発した。in vitro において、

活 性 凝 固 時 間 (Activated Clotting Time:ACT) を

ACT=200sec に調整したウシ血液を循環させた。血液ポ

ンプには、産総研で開発中の動圧浮上遠心血液ポンプを

使用した。血液ポンプにハロゲンランプを照射して、ポ

ンプ内の血液による散乱光をハイパースペクトラルカメ

ラで撮影した。実験後、血液ポンプを生理食塩水で洗浄

し、ポンプ内に血栓が形成されていることを確認した。

そこで、実験中の血栓形成領域におけるスペクトル変化

を解析した。結果、血栓と血液の光学特性は波長670nm
以上で大きく異なることがわかり、これを利用して血液

ポンプ内の血栓がイメージング可能であることがわかっ

た。以上のことから、血栓と血液の光学特性の違いは、

血栓であるフィブリン繊維内に含まれる赤血球密度が全

血と異なることが大きな要因であり、血栓内赤血球密度

は周囲の流れ場に影響を受けることがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］体外補助循環、血液、近赤外分光、ハイ

パースペクトラルイメージング 

 
［研 究 題 目］時間的同期に基づいた異種感覚モダリテ

ィ間・属性間の情報統合メカニズムの解

明 

［研究代表者］藤崎 和香（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］藤崎 和香（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

本研究は、心理物理学的実験手法を用いて、物理的・

生物学的な時間のずれや、誤対応、組み合わせの爆発と

いったさまざまな困難を乗り越えて、異なる感覚モダリ

ティ間の時間比較を可能にしている人間の脳内情報処理

機構を解明することを目的としている。研究成果から、

物理的には時間がずれていても人間にはずれを感じさせ

ないような、人に優しいマルチモーダルインターフェー

スの設計指針が得られることが期待される。 

我々は近年、感覚モダリティ間・属性間のバインディ

ング課題の時間周波数限界が、感覚モダリティや属性の

組み合わせに寄らず、約2.5Hz と共通になることを発

見した。平成25年度は、この感覚モダリティや属性に共

通の時間限界が、時間と内容の情報を並列処理したのち

に統合するという脳の戦略を反映したものではないかと

いう仮説を検証するため、引き続き「感覚間・属性間の

時間－特徴統合課題」を行ったほか、「聴覚内の異なる

感覚属性間のバインディング課題（純音、狭帯域雑音、

反復リプル雑音などを用いた時間位相弁別課題）」を行

った。また、感覚間だけでなく感覚運動間の時間的な対

応づけのメカニズムを探るため、自分の行為とその感覚

フィードバックとの時間遅れについて、ひきつづき検討

を行った。 

これらの研究は、東京大学文学部「第14回心理学研究

室セミナー」や日本心理学会公募シンポジウム「多感覚

間統合機能の行動神経科学：ヒト適応向上に寄与する脳

機能」にて講演を行ったほか、「Vision Sciences 
Society 13th Annual Meeting」、「第二回充実生活を

実現する技術のための脳と心と体のメカニズムワークシ

ョップ―行為主体感から行為充足感へ―」において発表

を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マルチモダリティ、同時性判断、時間情

報処理、時間バインディング 

 
［研 究 題 目］血液自身を潤滑液として非接触回転駆動

する長期体外循環血液ポンプに関する研

究開発 

［研究代表者］小阪 亮（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］小阪 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

開胸手術なしに生命維持を可能にする経皮的心肺補助

装置（PCPS）や体外式膜型人工肺（ECMO）などの緊

急医療で使用されている補助循環ポンプは、短期使用が

前提である接触式の軸受を採用している。そのため、危

機的状況を脱した後の固体接触で生じる軸受の磨耗によ

る耐久性や、溶血や血栓形成などの血液適合性に課題が

残っている。本研究では、長期耐久性と低溶血性、耐血

栓性を有する体外設置型補助循環血液ポンプを開発する

ため、血液自身を潤滑液として浮上回転する遠心血液ポ

ンプを研究開発する。 

平成25年度の主な成果として、スラスト動圧軸受の数

値流体（CFD）解析と溝形状の最適化を実施した。動

圧軸受を解析するため、潤滑理論における2次元レイノ

ルズ方程式を元にした、CFD ソフトウェアを開発した。

そして、本ソフトウェアを用いて、スラスト軸受の溝形

状を最適化した。評価モデルとして、動圧溝がインペラ

外周から内周へ縮小するモデル、動圧溝と山の部分が等

しいモデル、動圧溝が拡大するモデルの3種類の溝形状

を評価した。本解析の結果、溝形状がインペラ外周から

内周へ縮小するモデルで最も動圧が発生することがわか

った。解析結果の妥当性を評価するため、血液ポンプを

試作し、スラスト軸受隙間の計測試験を実施した。試験

では、レーザー変位計を用い、ポンプ内部のインペラの

浮上位置を非接触で計測した。本試験の結果、スラスト

軸受の軸受隙間は、動圧溝がインペラ外周から内周へ縮

小するモデルで90 µm、動圧溝と山の部分が等しいモデ

ルで26 µm となった。一方、動圧溝が拡大するモデル

は、インペラがケーシングに接触した。本結果から、数

値解析の結果と同様に、動圧溝がインペラ外周から内周

へ縮小するモデルで、最も動圧が発生することを確認し

た。 

軸受隙間と溶血の関係を求めるため、牛血を用いた溶

血試験を実施した。本試験の結果、動圧溝がインペラ外

周から内周へ縮小するモデルで最も溶血が少なく、市販

ポンプ（BPX-80）比の0.6倍の溶血であった。 

本研究結果から、開発した CFD 解析ソフトウェアの

解析結果の妥当性を確認することが出来た。また、溶血

を改善可能なスラスト軸受の形状は、動圧溝がインペラ

外周から内周へ縮小するモデルであることがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人工心臓、動圧軸受、血液適合性 

 
［研 究 題 目］前頭前野における神経調節物質の影響に

関する研究 

［研究代表者］渡辺 由美子（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］渡辺 由美子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

学習や記憶、思考や推論など様々な高次脳機能に欠か

せない前頭前野は、ドーパミンやアセチルコリンなど

様々な神経調節物質の影響を受けている。本研究では、

前頭前野が、ドーパミンやアセチルコリンなどの神経調

節物質の影響をどのように受けているのかをミリ秒オー

ダーの時間解像度で明らかにすること、これらが前頭前

野および関連する神経回路における情報処理にどのよう

に影響するかを明らかにすることを目的とした。 

今年度は、主に、大脳皮質にアセチルコリンを分泌す

る前脳基底部マイネルト基底核に着目した。アセチルコ
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リンは、記憶や学習、覚醒や注意など様々な機能を修飾

することが知られている。また、アルツハイマー型認知

症ではマイネルト基底核のアセチルコリン神経が脱落し

ていることから、この部位は特に痴呆や記憶障害と密接

に関わることが知られており、前脳基底部と前頭前野の

神経連絡の特徴を明らかにすることは、これらの疾患の

原因解明や治療法の開発にもつながる。 

実験では、ラットの前脳基底部マイネルト基底核を麻

酔下で電気刺激し、刺激前後で大脳皮質前頭前野での局

所電場電位を比較した。その結果、バースト刺激の前後

で、刺激後に前頭前野で低周波成分が減少することが明

らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、前頭前野 

 

［研 究 題 目］機械学習を利用した反応材料分布と環境

エネルギー条件の推定法構築 

［研究代表者］城 真範（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］城 真範（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題では、高速な低分子の反応シミュレーショ

ンを行う手法の構築を目指す研究を進めている。その原

理は、分子の反応過程を単原子への遊離を含む素過程に

分解し、各の分子、イオンの持つ運動エネルギーに従っ

て反応の進行をシミュレートする。その際、機械学習の

方法を取り入れ、反応の逆過程を導出できるように配慮

する点が特色である。 

平成25年度は、文献調査を通じて現状の手法を整理し、

プロトタイプのプログラムを制作することで、挙動を確

認した。先行研究の一つである Gillespie アルゴリズム

に着目し、その類似性と問題点を特に考察し、いくつか

の研究会で議論した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］分子シミュレーション、機械学習 

 

［研 究 題 目］サル内包梗塞モデルを用いた脳機能回復

メカニズムの解明 

［研究代表者］村田 弓（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］村田 弓、肥後 範行（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

脳損傷後の機能回復の背景には神経回路の可塑的変化

による代償機能が関わっていると考えられるが、メカニ

ズムの理解は不十分である。本研究課題は脳内梗塞動物

モデルを作成し、脳損傷後の機能回復に関わる脳領域を

明らかにすることを目的に行った。 

モデル動物にヒトと脳筋骨格構造が類似しているサル

を用いた。内包後脚に損傷を作成した動物モデルを確立

し、回復過程を調べた。母指と示指で小さな物体を保持

するつまみ動作が可能な動物であるサルを対象に、第一

次運動野の手領域からの下行路が通る内包後脚に血管収

縮作用を持つ薬物を投与し、局所的な微小梗塞を作成し

た。梗塞後、数ヵ月間にわたってつまみ動作の回復過程

を調べるとともに、MRI 画像を用いて損傷部の体積の

変化を調べ、把握動作と損傷領域範囲の関連を調べた。 

損傷直後はつまみ動作を含む手の運動に障害がみられ

た。T2強調画像の高信号部位が内包後脚に認められた

ことから、薬剤を投与した内包後脚で浮腫などが生じて

組織がダメージを受けていることが示唆された。MRI
画像の高信号部位は損傷後2週間から1ヵ月後には減少傾

向を示したが、つまみ動作の使用頻度は回復しなかった。

これらの結果から、画像上では損傷が確認できなくなっ

ても、損傷による影響は持続しており、協調した手の運

動の遂行に影響を与えていることが推察された。 

以上の結果、脳内梗塞動物モデルの構築を行うことが

でき、脳損傷後の機能回復のメカニズムや機能回復への

運動訓練の影響を解明するための有益なモデルを確立で

きたと考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リハビリテーション、霊長類、病態モデ

ル、機能回復、神経可塑性 

 

［研 究 題 目］視知覚の「まとまり」を支える脳内ダイ

ナミクス 

［研究代表者］小村 豊（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］小村 豊（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

我々は、外界の事象を一つのまとまりとして認知して

いるが、脳のなかでは、視覚、聴覚、触覚といった異な

る感覚種ごとに、また同一の感覚種のなかでも異なる感

覚特徴ごとに、いったん分解されて、処理されてしまう。

本研究は、脳は、いったん分解された情報をどのように

統合するのかという問題に迫るため、モデル化しやすい

視覚系を選んで、色と動きの情報統合を要求する課題を

遂行させた動物を用いている。 

過去の研究において、色は、大脳皮質の V4領域で、

動きは MT 領域で処理されていることが分かっている

ので、両者と解剖学的結合を有している視床枕の課題遂

行中の神経活動に着目した。結果として、様々な応答パ

ターンが記録されたが、なかでも、特定の色や動きの視

覚特徴に対しては選択的応答を示さないものの、色と動

きのコンビネーションの度合いに応じて、応答を変化さ

せるニューロン群が多数観察された。このような応答は、

これまで視覚系脳領域でよく見られていた、視覚特徴を

抽出するという特性とは異なるものである。今後は、こ

れが知覚・認知にとってどのような意義があるのか、検

討したい。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
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［キーワード］視覚、色と動き、統合 

 
［研 究 題 目］カーネル法による高次元データの非線形

スパースモデリング 

［研究代表者］赤穗 昭太郎（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］赤穗 昭太郎、麻生 英樹（知能システ

ム研究部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

近年発展してきた計測技術によって、大量の高次元デ

ータが得られるようになっている。そのようなデータの

モデリングには従来単純な線形モデルが広く用いられて

きたが、現実の観測データは複雑で非線形な構造を内包

しており、従来手法では本質をとらえきれないことが多

い。本研究課題では、カーネル法によるスパースモデリ

ングを拡張することにより、マルチモーダルデータや時

系列データ、さらに階層的・論理的な構造が内在するデ

ータなどから複雑な構造を抽出することのできる、新た

なスパースモデリング手法の確立を目的とする。 

平成25年度は、関係性がリンク構造で表現されるネッ

トワーク構造を観測時系列から予測するための手法を構

築した。従来そのような目的に用いられてきたのは信号

のガウス性に基づく相関行列に基づく手法であるが、そ

こでは時系列の時間発展に伴って生じる見かけの関係性

を抽出してしまうという問題点があった。また、相関行

列では情報の流れる方向性については扱うことができな

い。我々の取ったアプローチは、グラフ上の情報の流れ

がグラフラプラシアンから計算される拡散カーネルとな

ることを利用し、観測信号からグラフ構造を逆推定する

アプローチである。東日本大震災前後での株価銘柄の間

の関連性などについてデータ解析を行い、従来手法に比

べて解釈のしやすいグラフ構造の推定を行うことに成功

した。 

このほか、データに内在する構造的な情報を抽出する

手法を連想記憶モデルの潜在構造抽出に適用した。連想

記憶モデルは理論的に潜在構造がわかっているモデルで

あるが、データ解析的なアプローチは対象の物理的性質

がわからない場合の手法として有効であることが期待さ

れており、とりあえず構造のわかっているデータに対し

て検証することが本研究のねらいである。実際に、連想

記憶モデルデータに適用し、温度パラメータの値によっ

て、木構造、階層構造、クラスタ構造などの相転移が適

切に抽出されることを示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］機械学習、アルゴリズム、モデル化 

 
［研 究 題 目］医薬品の適応拡大に向けた研究:複数の

疾患に使用することのできる医薬品の特

徴解析 

［研究代表者］森田 瑞樹（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］森田 瑞樹（他1名） 

［研 究 内 容］ 

新薬の開発は成功率が5千分の1とも3万分の1とも言わ

れ、とても困難なことが知られている。そこで近年、迅

速かつ効率的な新薬開発のために「適応拡大」と呼ばれ

る方法論が注目されている。これは、既存の医薬品や開

発途中でドロップした化合物を別の疾患に適用できるよ

うにすることである。たとえば、狭心症の治療薬として

開発が始まったシルデナフィルは治験の途中で開発中止

となったが、後に別の適応症である勃起不全の治療薬

（バイアグラ）として承認を得た。また、現在はさらに

肺動脈性高血圧症の治療薬（レバチオ）としても承認を

得ている。 

本研究の目的は、適応拡大が可能となる医薬品と疾患

の組み合わせを発見するための一般的な知見を見出すこ

とである。このために、既存の医薬品のうち複数の疾患

に使用することができるものを分析し、同一の医薬品を

使用することができる疾患間の類似度の分布、同一の医

薬品を使用することができる疾患群の組み合わせの特徴

と傾向、類似度の低い疾患同士でも使用できる医薬品の

特徴と傾向、それらの疾患の特徴と傾向、のそれぞれを

明らかにする。 

これまでに、医薬品および疾患のそれぞれの階層分類

データの RDF 化、医薬品と疾患の階層分類データの統

合、医薬品や疾患の階層分類を利用した類似度の計算ソ

フトウェアの開発、文章の記述に基づいて疾患の類似度

を計算するソフトウェアの開発、心不全治療薬における

医薬品－疾患のネットワーク解析を行った。 

心不全治療薬は化合物としては45剤、それらが適応で

きる疾患は285疾患であった。治療薬あたりの適応疾患

の数および疾患あたりの治療薬の数は、いずれもべき分

布に従っていた。適応症が多い薬剤（多適応薬）と少な

い薬剤（少適応薬）の比較からは、生体内ターゲットに

差異は見られなかったものの、薬剤の種類として多適応

薬には降圧薬の割合が高く少適応薬には利尿薬の割合が

高いこと、作用機序として多適応薬には拮抗薬の割合が

高く少適応薬には作動薬の割合が高いこと、などが示唆

された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］医薬品、適応拡大、ネットワーク 

 
［研 究 題 目］3次元有効視野計測法の開発と、それに

基づく人間の視空間情報収集特性の加齢

変化 

［研究代表者］斎田 真也（神奈川大学） 

［研究担当者］氏家 弘裕（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車運転環境における3次元有効視野計測を行うた
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めに、両眼立体視や運動視差など、奥行き手がかりによ

る奥行き運動知覚の特性について明らかにすることを目

的とする。 

具体的には、3次元有効視野計測として両眼視差提示

範囲の制限を用い、異なる奥行き範囲による視覚探索時

間への影響を調べた。両眼立体視による視差範囲を1 

deg 以内の2種類（22.9, 60.0 arc min）とし、ただし

この視差の中心位置を3D ディスプレイの手前、または

奥にそれぞれ20, 10 arc min 及びディスプレイ面上の

5種類として、奥行き位置による視覚情報利用のしやす

さを検討した。その結果、視差範囲が狭い方が、また視

差中心位置がより手前の方が探索時間が短かった。この

ことは、視差範囲が一定であれば実寸距離でより狭い範

囲に球体が集中する手前の方が探索が容易であることを

示しており、3次元有効視野特性を示唆していると考え

られる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］立体映像、有効視野、運動視差、奥行き

知覚 

 

［研 究 題 目］インフラ途絶下において利用可能な体温管

理システムの開発 

［研究代表者］古川 崇（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、インフラが機能停止した際において

も、36度±1度の範囲で無、あるいは最小限のエネルギ

で簡易的に体温管理を実現する機器の開発につなげるた

めの基礎知見を得ることである。開発する機器像として

は、熱輻射、流体制御によるものを想定しており、流体

工学的な見地から基礎実験を行う。担当は、体温維持を

可能とする既存製品もしくは、既存技術の発掘である。

東北大震災をキッカケに、通常の救命救急病棟でも使用

出来る（日常的な医療関連用品にもなる）ことを重要視

し、検索を行った。検索結果では、1)保温に関しては個

人で使用出来るものから、建屋を対象にしたものまで技

術は存在する、2)しかしながら、既存の設備に取り込む

のは簡便ではない、3)救命救急病棟の日常品になる価格

ではない、4)夏場を想定した場合、熱中症を防止したい

が外気温より下げることは出来ても、36度±1度を保つ

ことは素材のみでは不可能、であることが明らかとなっ

た。そこで、バッテリー程度の電力を用いて体温を維持

することが可能かを実証するため、市販のバッテリーで

も駆動する冷凍機を用いて、自然対流を考慮した機器の

配置および人体を覆う外骨格型のフードを作成した。こ

の機器は、商用電源でも駆動することが可能であり、実

際に現場に投入した場合、常時使用可能でありかつ災害

時にも使用出来るので、価格の負担が少なく、使用に際

し戸惑うこともないと言える。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］体温維持、冷凍機、バッテリー駆動 

 

［研 究 題 目］運動機能可塑性における赤核機能・構造

連関の解明 

［研究代表者］林 拓也（独立行政法人理化学研究所） 

［研究担当者］肥後 範行（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

林 拓也、尾上 浩隆（以上、独立行政

法人理化学研究所 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

大脳皮質運動野を損傷した後に核磁気共鳴画像法

（MRI）を用いた拡散テンソル撮像を行うことで、神

経線維の走行の変化を画像化することを試みた。3頭の

アカゲザルを用いて解析を行った結果、把握動作の回復

に伴って、複数の灰白質および白質において神経突起と

神経線維の強化を示す値の上昇が見られた。これまでに

行った運動皮質損傷後の脳活動計測により機能的変化が

示唆されている運動前野腹側部およびその下にある白質

においても、優位な値の上昇がみられた。これらの領域

から発する神経線維の変化が運動皮質損傷後の把握機能

回復の背景にある可能性が考えられる。この結果から示

唆された、運動前野腹側部直下の白質で生じる神経線維

の変化を詳細に解析するために、解剖学的トレーサーで

あるビオチンデキストランアミンを運動前野腹側部に注

入した。解剖後に軸索繊維に沿って運ばれたビオチンデ

キストランアミンを可視化することにより、運動前野腹

側部からの神経出力線維を調べた。その結果、運動前野

腹側部から皮質下へ向かう線維の一部は赤核に達してい

た。健常個体では運動前野腹側部から赤核への投射は小

細胞層のみに終始していたのに対し、運動皮質損傷個体

では小細胞層だけでなく大細胞層にも終末を伸ばす投射

が存在していた。大脳皮質運動野損傷後に運動前野から

赤核大細胞層に新たな投射が形成されることが、運動機

能回復にかかわっている可能性が示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］霊長類、病態モデル、機能回復、神経可

塑性、核磁気共鳴画像法 

 

［研 究 題 目］運動習慣が脳循環動態・脳循環調節機能

に及ぼす影響：脳疾患予防の基礎的研究 

［研究代表者］小河 繁彦（東洋大学理工学部） 

［研究担当者］菅原 順（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）、 

小河 繁彦（東洋大学）、 

宮本 忠吉（森ノ宮医療大学）、 

片山 敬章（名古屋大学） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
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我が国では65歳以上の高齢者の約1割が認知症と言わ

れており、高齢化社会において運動推進が健康づくり・

生活習慣病の予防において重要な課題である。近年、運

動習慣（トレーニング）が脳疾患発症リスクを軽減する

ことが示唆されており、「脳疾患と運動習慣」の関連性

が注目されている。しかしながら、脳循環調節は複雑な

生理機能を有するため、運動習慣やトレーニングの脳血

流量・脳循環調節機能への効果について十分な生理学的

知見は得られていない。本研究では、「運動習慣の脳循

環への影響」という未解決問題の解明を目指す。生理シ

ステムを統合的に捉え、トレーニングの直接的な脳循環

調節への影響（研究①）に加え、運動習慣に適応変化す

る呼吸系 (研究②)・心臓循環系調節機能の脳循環への

影響（研究③）を明らかにする。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生活習慣病、脳循環、呼吸調節、循環調

節、運動適応 

 

［研 究 題 目］オープンプランにおけるスピーチプライ

バシ保護のためのハイブリット設計技術

の開発 

［研究代表者］森本 政之（神戸大学大学院） 

［研究担当者］佐藤 洋（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年の個人情報保護に対する需要の高まりから、会話

に含まれる個人情報の保護、すなわちスピーチプライバ

シの保護に対する注目が高まっている。需要が高い空間

として、病院の診察室や薬局・銀行の窓口等が挙げられ

るが、オープンプランで設計されるのが一般的であり、

現状では遮音性能の確保は困難である。会話を聞こえに

くくする音を発生させるサウンドマスキングシステムも

提案されているが、遮音性能が低すぎる場合は過大な音

が必要となるため、空間の快適性を保つためには遮音性

能の向上も合わせて考えなくてはならない。本研究では、

建築設計の視点からオープンプランの利便性を保ちつつ

遮音性能を向上させる技術と、電気設備設計の視点から

サウンドマスキングシステムの効率を向上させる技術を

開発し、最終的に両者を組み合わせたハイブリッドなス

ピーチプライバシ保護のための設計技術開発を行う。 

オープンプランにおけるスピーチプライバシ保護性能

の総合的かつハイブリッドな評価技術を開発するために、

室内音響の評価方法、マスキングノイズの評価方法、お

よびハイブリッド設計技術の確立に関する研究を行った。 

その結果として、騒音の影響だけではなく室内の反射

音の影響を考慮したうえで、空間のスピーチプライバシ

性能を評価する方法について提案した。 

[分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プライバシ、保護技術、音環境 

 

［研 究 題 目］音響放射力を伴う超音波の生体組織への

影響 

［研究代表者］秋山 いわき（同志社大学） 

［研究担当者］新田 尚隆（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

 秋山 いわき（同志社大学） 

 谷口 信行、安田 是和（以上、自治医

科大学）（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

超音波を用いて生体内部で音響放射力を発生させ、弾

性評価を行う技術が最近実用化された。この技術では、

従来よりも高強度で持続時間が長い超音波パルス（音響

放射力インパルス）が用いられており、温度上昇やキャ

ビテーション等に起因する生体作用について関心が高ま

っている。そこで本研究では、最終的に動物実験を行っ

て、音響放射力インパルスによる生体組織への影響を調

査する。その一部として産総研では、生体内の超音波焦

点における温度上昇の測定と動物実験への適用が可能な

温度測定システムを構築した。さらに、構築した温度測

定システムと生体模擬材料（TMM）を用い、超音波照

射条件と温度上昇との関係について調査を行った。 

構築した温度測定システムは、熱電対刺入用貫通孔を

有する音響放射力発生用の超音波振動子、細径熱電対ワ

イヤー（φ0.15mm）、基準接点補償器、超低雑音プリ

アンプ及び高速ロガーからなる。超音波振動子の貫通孔

を経由して中空穿刺針とともに熱電対を刺入し、その先

端を焦点位置に合わせてから、穿刺針を抜いて熱電対の

み留置することで、生体内の温度測定が行われる。 

当該システムを用いた温度上昇の測定には、

IEC60601-2-37準拠で作製した TMM、吸音材で作製し

た骨モデル（プレート及び棒状（φ10, 5mm））及び

鶏骨を埋め込んだ TMM（骨含 TMM）、摘出したブタ

肝臓を用いた。超音波照射条件としては、パルス持続時

間=0.3-10ms、Mechanical Index (MI)=0.7-4、パルス

繰返し時間=2, 5, 10s、パルス照射回数=20を与えた。

また超音波の吸収由来の温度上昇のみを測定するための

処理が行われた。その結果、TMM とブタ肝臓は同程度

の温度上昇を示したが、骨含モデルの温度上昇はそれら

よりも高かった。また骨含モデル間の比較ではプレート

＞φ10mm＞φ5mm となり、骨形状により温度上昇に

差異があった。WFUMB synopsis で推奨される上限の

温度上昇（1.5℃）と比較したところ、認証基準内

（Ispta.3≦720mW/cm2）の強度では TMM とブタ肝臓

において1.5℃を超えなかったが、骨含モデルでは超え

る場合があった。このことから、音響放射力インパルス

使用時は骨の介在を避けるよう配慮が必要と考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波、音響放射力、生体作用 

 
［研 究 題 目］機械学習における自己情報コントロール



研 究 

(780) 

機構の構築 

［研究代表者］佐久間 淳（筑波大学） 

［研究担当者］神嶌 敏弘（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 機械学習においてデータに個人情報が含まれる場合に

は、プライバシの侵害を考慮し、解析の前に匿名化を行

うなどの処理が必要となる。一般に、匿名性とデータ有

用性の間にはトレードオフの関係があることが知られて

いるが、匿名化によりデータの有用性がどう変化するか

についての研究はほとんどなされていない。 

 H25年度は、プライバシ保護を目的としてデータに加

えた変化をロバスト最適化における摂動と解釈すること

によって、代表的な予測モデルである線形回帰を対象と

し、この摂動について頑健な線形回帰をロバスト最適化

により求めたときの、予測の期待損失を実験的に評価し

た。実験の結果、匿名性と精度の関係は必ずしもトレー

ドオフとはならず、匿名性を高めた場合でも、期待損失

が必ずしも増大しないことがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］データマイニング、公正性 

 
［研 究 題 目］虚弱高齢者の定量的身体機能計測に基づ

いた縦断的転倒リスク評価指標の構築 

［研究代表者］山下 和彦（東京医療保健大学） 

［研究担当者］井野 秀一（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

山下 和彦（東京医療保健大学）、 

佐藤 満（昭和大学）、 

太田 裕治（お茶の水女子大学） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高齢者の転倒骨折は社会的問題であり、後期高齢者で

は要介護要因の上位に挙げられている。高齢者の転倒予

防には、身体機能の観点から、下肢筋力・バランス機

能・歩行機能の3要素の向上が重要である。本研究では、

この3要素を定量的かつ簡便・安全に計測可能なシステ

ムの開発とそれを利用した転倒リスク評価指標の構築を

行っている。 

 本年度は、これまでに試作した簡便なインソール型重

心動揺計や下肢筋力計などを利用して、転倒リスク指標

の縦断的研究や転倒予防評価システムによる介入研究を

実施した。ここでの介入は、足部のケアや運動等であり、

実施期間は約10ヶ月間である。その結果、下肢筋力・歩

行機能・バランス機能が改善されるケースが多く確認さ

れた。さらに、足部に痛みのある対象者は、転倒リスク

群に該当する割合が多かったが、介入により非転倒リス

ク群に高い割合で移行することも確認できた。加えて、

対象者らの医療費分析を行ったところ、介入年の医療費

は前年よりも平均で約5万円減少し、特に転倒リスク群

に該当する対象者の医療費は約11万円減少していた。以

上より、足部のケアなどの介入により転倒リスクが低下

するとともに、それらは医療費削減にも効果があること

がわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］転倒予防、下肢筋力、歩行機能、バラン

ス機能、定量的計測評価 

 
［研 究 題 目］行動決定における価値判断の脳内情報コ

ーディング機構 

［研究代表者］設楽 宗孝（筑波大学） 

［研究担当者］肥後 範行（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

設楽 宗孝（筑波大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

ヒトを含めた生物は、最終的な報酬を得ることを目的

に、報酬を最大化するように報酬獲得までの道筋を計画

し行動することが知られている。この過程では、報酬を

得るために必要な労働に関わる負荷および時間と、予測

される報酬量とのバランスを考えた結果から、どのよう

な行動選択を行うかを決定する。すなわち、報酬価値を

決定する主要因の2つである、報酬量と報酬を得るのに

必要な労力の兼ね合いをどう見積もるかによって行動決

定が影響を受ける。そこで、脳内で報酬価値の情報はど

の領野でどのようにコーディングされているのかを解明

することを目的として、労働負荷と報酬量の組み合わせ

をサルに提示して1つを選ばせるという行動決定課題を

行い、関連する脳の領野（眼窩前頭皮質、内側前頭前野、

背側縫線核、等）の情報処理を明らかにする試みを行っ

た。より遠い将来の大きな報酬を待つ過程には、脳幹の

縫線核から放出されるセロトニンが関わっていると考え

られている。単一ニューロン記録を行ったサルの脳にお

いて免疫組織化学を行い、セロトニンを産生している縫

線核ニューロンの同定を行った。具体的には、セロトニ

ンの生成に不可欠な酵素であるトリプトファンヒドロキ

シラーゼに対する抗体を用いた免疫反応を行ったあと、

ABC-HRP 法による発色を行うことにより、セロトニ

ンを産生するトリプトファンヒドロキシラーゼ陽性細胞

を可視化した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］霊長類、モチベーション、セロトニン、

行動決定、タンパク発現 

 
［研 究 題 目］行動決定における価値判断の脳内情報コ

ーディング機構 

［研究代表者］設楽 宗孝（筑波大学） 

［研究担当者］松本 有央（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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 報酬獲得のための行動決定を調べるために、報酬まで

の労働負荷と報酬量の組み合わせを選択する行動決定課

題をトレーニングしたサルに実行させ、課題の誤答率を

調べた。この課題では、4段階の報酬量と4段階の仕事量

を組み合わせた16通りから、その内の2つを選択肢とし

て呈示し、選択を行わせる。選択は、チェア内に装備し

た左右のバーの内いずれかを握ることで行う。課題とし

ては、画面に表示される視覚刺激の色が赤から緑に変わ

ったら、モンキーチェア内の中央バーから1秒以内に手

を離すという試行を複数回行わせる。この回数が労働負

荷量となる。労働負荷と報酬量の組み合わせは全部で16

通りあり、労働負荷はパターン刺激の長さによって、報

酬量はパターン刺激の明るさによって表す。この16通り

から2つを選ぶ組み合わせは全部で120通りある。様々な

選択肢の組み合わせを用いたときの行動決定の結果を報

酬割引モデルによってフィッティングすると、指数関数

を使った割引モデルでよくフィットできた。本研究の結

果は、国際誌に論文として掲載された。また、行動決定

課題遂行時のニューロン活動を調べるために、眼窩前頭

皮質から単一ニューロン活動を記録し、行動決定の際に

反応するニューロンが記録された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］意思決定、行動選択、報酬量、負荷量 

 

［研 究 題 目］小型遠心ポンプを用いた可搬型除水シス

テムの開発 

［研究代表者］山根 隆志（神戸大学） 

［研究担当者］丸山 修、西田 正浩、小阪 亮 

（以上、ヒューマンライフテクノロジー

研究部門）、 

松田 兼一（山梨大学）、 

山本 健一郎（東京女子医科大学） 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

心不全あるいは腎不全のために緊急に除水を必要とす

る患者から、簡便かつ安全に除水する可搬型除水システ

ムを開発し、救急医療のほか在宅医療、ひいては被災地

医療にも使える除水システムを提供することを目的とす

る。このため、透析液が不要な濾過方式を採用し、血液

循環回路には小型遠心ポンプを開発し、溶血特性と濾過

特性を検討した。プロトタイプ（DP2）の溶血率は市販

体外循環ポンプの3/10程度、流入口改良モデル（DP3）
の新品では1/19程度に改善したが、摩耗に注意する必要

があることが分かった。また、血液濾過実験では、膜間

圧力差は濾液流量つまり濾液ポンプによって決まり、遠

心ポンプにはよらないことが分かった。今回の短時間実

験では、血液循環回路の血流量および濾液流量が一定で

あったが、今後、長時間実験では中空糸や多孔質の目詰

まりによって性能が阻害されないことを、引き続き立証

していく必要がある。現在、遠心ポンプのさらなる小型

化を推進中であり、近くその成果も出るものと期待され

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］腎不全、連続流ポンプ、透析、除水、血

液適合性 

 
［研 究 題 目］孤立した大地震被災地の初動救命活動を

支援する可搬動力システムの開発 

［研究代表者］佐藤 満（昭和大学） 

［研究担当者］井野 秀一（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

佐藤 満（昭和大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

地震等で孤立した被災地での初期救命活動は、もっぱ

ら人力で行わざるを得ない状況に見舞われる。そこで、

本課題では、孤立した被災地において閉鎖空間からの救

助活動を支援する、小型・軽量でエネルギー供給が不要

な可搬動力システムの基礎技術の開発を行っている。 

これまでに本システムに必要な技術要素のうち、可搬

動力源としての水素吸蔵合金、生石灰と水を利用した熱

源と熱伝導部に関しては試作を終えた。また、水素圧を

救助作業に適した出力に変換する動力変換部は、昇揚機

構の水素気密性を担保する1次機構として O リングを使

用することで、当初より想定したシーリング性能が確保

されることを実験的に確認した。さらに、筐体破損など

万が一の事態に備えた内包二重シール部材の開発は、耐

圧性能に優れたエアバッグ機構をベースとして、ラミネ

ートフィルムで覆う形式を考案し、その試作を進めてい

る。 

今後は、これらの要素機構を順次組み上げ、可搬動力

システムとしての機能評価を実施する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］防災、救助資材、アクチュエータ、水素

吸蔵合金、熱駆動 

 
［研 究 題 目］質感認知に関わる視聴触情報の心理物理

的分析 

［研究代表者］西田 眞也（NTT コミュニケーショ

ン科学基礎研究所） 

［研究担当者］藤崎 和香（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

物体の材質についての情報は、視覚だけでなく聴覚な

ど多くの感覚から得られる。例えば、視覚的には物体の

見た目から、それが硝子なのか、金属なのか、陶器なの

か、それとも木なのか、といったことを判断できる。同

様に、聴覚的にも、例えばその物体が叩かれたときの衝

撃音を聴くことで、叩かれた物体が金属なのか、あるい

は木なのか、といったことを判断できる。このように、
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物体の材質についての情報はそれぞれの感覚モダリティ

から得られるが、では、それらの情報を統合して感覚間

で一体感のある材質知覚を成立させているクロスモーダ

ルな質感知覚メカニズムとはどのようなものだろうか。 

このような謎を解くための最初のステップとして、本

研究では、映像がもたらす材質情報と音がもたらす材質

情報が矛盾した状況を作り、そのような状況で材質知覚

がどのように変化するかを調べた。視覚刺激として金属、

陶器、硝子、石、木材、樹皮、聴覚刺激として、硝子、

陶器、金属、石、木、野菜、樹脂、紙を用いた。これら

の刺激を組み合わせて視聴覚動画セットを作り、評定実

験を行った。材質のカテゴリー知覚（硝子、金属など）

と、材質の特性知覚（なめらかな、やわらかな、高級な

など）では、視聴覚の統合論理が異なることを発見し、

また映像情報と音情報の双方に基づいた相補的なマルチ

モーダル材質知覚の原理を見いだした。 

この成果については、Journal of Vision 誌に論文を

投稿し、掲載された。その他「実物質感研究会」におい

て講演を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マルチモダリティ、質感知覚、多感覚情

報統合、材質判断 

 

［研 究 題 目］情報論的自己組織化マップとその応用 

［研究代表者］上村 龍太郎（東海大学） 

［研究担当者］竹内 晴彦（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

上村 龍太郎（東海大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、データが持つ構造や分布に忠実な表現を

行うことができ、さまざまな目的に適用可能な情報論的

競合学習を用いた自己組織化マップ（SOM）の構築が、

研究代表者により進められている。応用分野として、新

規に構築される自己組織化モデルの有効性を、さまざま

なデータに対して適用し検証することが目的である。 

 平成25年度は、まず、アルコール飲料の成分データと

ハンバーガー類の栄養素データを使用して、既存の

SOM による分析を行い、これらのデータが SOM によ

る分析に適したデータであることを確認した。これらの

データは、新規に構築される SOM を使用してさらに分

析を行う予定である。続いて、視覚心理学分野へ新規な

SOM を応用するための準備として、視線計測装置を用

いて、さまざまな視線データの計測と収集を行った。具

体的には、24人の被験者に対して、16の風景写真、22の

ウェブサイト、25の道路写真に対する視線データを計測

した。また、書籍を購入するというタスクを与えて、書

籍の選定プロセスに係わる視線データを収集した。

SOM を用いてこれらの視線データを分析するために、

使用するデータの種類と加工法について基礎的な考察を

加えた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ニューラルネットワーク、データ解析、

情報理論、自己組織化 

 
［研 究 題 目］随意運動に先行する脳活動の同定－セン

トラルコマンド発生機構の探索 

［研究代表者］松川 寛二（広島大学） 

［研究担当者］小峰 秀彦（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

松川 寛二（広島大学）、 

定本 朋子（日本女子体育大学）、 

浜岡 隆文（立命館大学）、 

梁 楠（広島大学）、 

丹 信介（山口大学） 

（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 心拍数は随意運動の開始と同時に増加するが、効果器

での遅延を考慮すると、高位脳中枢は運動開始に先行し

て活動を始めて、自律神経信号（セントラルコマンド 

と呼ぶ）を心臓ペースメイカーへ送る必要がある。本研

究はセントラルコマンド発生源を探索しその遠心性経路

や活動様式を解明することを目的とし、ヒトや実験動物

を用いた相補的な研究を実施した。 

① ヒトに関する研究：エルゴメータ随意運動時に見ら

れる大脳皮質局所酸素化ヘモグロビン濃度変化

（Oxy-Hb）のマッピングを行った。脳活動の出現部

位では Oxy-Hb が脳組織血流量に比例して増え、左

右の前頭前野 Oxy-Hb は運動開始に10秒先行して増

加した。この増加は運動開始直後に最大となり、その

後運動の継続にもかかわらず低下した。他の皮質領域

では大きな脳活動は起こらなかった。興味深いことに、

強制的に運動を開始させた場合には前頭前野の Oxy-
Hb の大きな増加は生じなかった。随意運動の場合に

のみ前頭前野の脳活動が賦活し、それは大脳皮質の他

領域や視床下部・脳幹にある神経回路を駆動すると予

想できる。 

② 実験動物に関する研究：視床下部尾部側で助脳され

た動物で見られる自発歩行時の交感神経活動、心拍数、

動脈血圧の変化は正常動物の歩行運動と一致した。こ

の結果から、セントラルコマンドの発生源が視床下部

尾側や脳幹－特に中脳腹側被蓋野（VTA）－に存在

する事が示唆された。VTA 組織血流量は除脳動物の

自発運動と同期して増加することや、VTA 神経細胞

で c-fos 核タンパク質発現が自発運動中に高いことは、

VTA 神経活動の上昇を示唆した。一方、局所麻酔薬

や抑制性神経伝達物質である GABA アゴニストの

VTA 微量投与は、自発運動の出現を減少させた。以

上の結果は、セントラルコマンドが VTA と関連して

発生することを示唆した。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］セントラルコマンド、中枢性循環制御、

随意運動、大脳皮質、動脈血圧反射 

 

［研 究 題 目］スパースモデリングと高次元データ駆動

科学創成への支援と広報 

［研究代表者］岡田 真人（東京大学） 

［研究担当者］赤穗 昭太郎（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門）、 

岡田 真人、宮本 英昭、福島 孝治 

（以上、東京大学）、 

富樫 かおり、田中 利幸（以上、京都

大学）、 

木川 隆則、谷藤 学（以上、理化学研

究所）、 

駒井 武（東北大学）、 

本間 希樹（国立天文台）、 

福水 健次（統計数理研究所）、 

樺島 祥介（東京工業大学）、 

藤代 一成（慶應義塾大学） 

（常勤職員1名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

計測技術の向上が大量の高次元観測データを日々生み

続けている。また、生命情報科学のように、各論的なデ

ータ科学が推進される中、天文学における高次元データ

解析手法が、全く対象とスケールの異なる生命科学でも

有効に働くような状況に遭遇する。本計画研究では、こ

うした多様な視点の導入による革新的展開を引き起こす

方法論として、スパースモデリング（SM）に着目する。

理科第2分野に属する生物学・地学の幅広い分野の実験

・計測研究者と情報科学研究者の有機的連携により、高

次元データから隠れた規則性を発見する高次元データ駆

動科学ともいうべき新学術領域を創成することを目的と

する。 

平成25年度は、このような支援活動および広報活動に

関連し、まず領域会議など複数の会合を開催し、研究計

画の実験グループとモデルグループの間でいくつかの共

同研究テーマの立ち上げを行った。また、非線形性や階

層性、セミパラメトリックな状況の取り扱い、高次元化

による計算困難の打破、及び、実験者にフィードバック

を促す可視化に関する情報数理基盤の形成のためのモデ

ルグループと情報グループの間の連携をスタートさせた。

さらに、公募班の募集に際し、全国各地で公募説明会を

開催し、本新学術研究領域の目的や研究活動について幅

広い広報活動を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］スパースモデリング、データ駆動科学の

実践、情報数理の基盤形成、若手人材育

成 

 

［研 究 題 目］生体内超音波ビーム計測及び制御法を用

いた低侵襲超音波診断治療統合システム 

［研究代表者］松本 洋一郎（東京大学） 

［研究担当者］葭仲 潔（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）、 

松本 洋一郎、高木 周、光石 衛、 

東 隆（以上、東京大学）、 

沖田 浩平（日本大学）、 

梅村 晋一郎（東北大学）、 

村垣 善浩（東京女子医科大学） 

（常勤職員1名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

超音波治療は侵襲性の低い治療法として期待されてお

り、一部実用化されているが、治療ビームの位置精度の

向上が安全で確実な治療の実現には必要である。この課

題を解決するべく、以下の要素技術を開発し、これを備

えたシステムを構築する。要素技術として、(1)生体内

超音波ビームの計測技術、(2)アレイ素子の位相最適化

によるビーム制御技術、(3)ロボティック技術を応用し

た、標的追従のビーム制御技術、(4)生体内超音波伝搬

シミュレーション技術を開発する。これらの要素技術を

統合して、機能評価と改良を行う。また、本技術によっ

て初めて実現可能となる定量的ビーム制御に基づいた非

線形作用を活用した新たな超音波治療技術の実現性を検

討し、超音波治療を低侵襲治療技術として確立する。更

に、対象部位を全方位から取り囲む形状の新規なトラン

スデューサー形状の採用により、安全性と治療効率を両

立した超音波治療技術を確立する。 

本年度は、前年度に引き続き実機の試作を行い、実際

の計測をシミュレーションならびに実計測両面から実施

し、画像の再構成が行えることを示した。また、各要素

技術に関しては、引き続き仕様の詳細な検討ならびに試

作機の設計開発を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波診断・治療、集束超音波、超音波

トランスデューサー 

 
［研 究 題 目］潜在的な認知機能低下を可視化する認知

ストレス画像法 DSCSI の開発 

［研究代表者］中井 敏晴（国立長寿医療研究センタ 

ー） 

［研究担当者］岩木 直（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

國見 充展、田中 あゆ子、 

木山 幸子（以上、国立長寿医療研究

センター）、 

中根 俊樹（名古屋大学） 

（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、加齢による認知機能の潜在的な低下を検
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出し、軽度認知機能障害（MCI）に転換しやすいリス

クを推定する脳機能可視化技術として「 DSCSI 
（dynamic and spatial cognitive stress imaging）」を

開発して、その有用性を検証する臨床前評価を行うこと

を目標としている。DSCSI は、これまでに研究代表者

らが抽出に成功している加齢による脳機能信号上の特徴

変化が認知機能低下のリスク因子として着目できること

を応用し、潜在的な認知機能低下を引き出す負荷テスト

を脳機能イメージングの手法として実装するためのフレ

ームワークである。脳機能イメージングで常に問題とな

る測定の再現性を向上させるために、認知的ストレスの

生理学的指標として自律神経反射を同時に計測し回帰係

数として取り入れる方法の有効性の検証も行う。 

平成25年度は、動的（dynamic）な脳活動を空間的

（spatial）にも高い精度で可視化することを可能にす

る技術の高度化を行った。具体的には、空間的に高い解

像度を持つ fMRI データを用いて、時間的に高い解像度

をもつ脳波（EEG）や脳磁図（MEG）データの可視化

を精緻化するため、マルチモーダル・ニューロイメージ

ング技術を取り入れた脳活動ムービー作成方法と、その

高次視覚処理の可視化への適用を通した有効性の検証を

行った。この結果、EEG や MEG のミリ秒オーダーの

高い時間解像度を低下させることなく、高次視覚野内の

空間的な機能分布が可視化可能であることを示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］画像診断システム、認知症、加齢、マル

チモーダル・ニューロイメージング 

 
［研 究 題 目］テキストの安全な匿名化に関する研究 

［研究代表者］荒牧 英治（京都大学） 

［研究担当者］森田 瑞樹（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

荒牧 英治（京都大学）（他2名） 

［研 究 内 容］ 

 電子カルテの普及とともに、大量に臨床データが蓄積

されつつあるが、いまだ、そのデータの持つ情報を余す

ところなく利用した有望な研究や医療サービスは登場し

ていない。その理由の1つに、研究対象のデータである

カルテが機微性の高い個人情報を含むものであり、流通

や共有が困難なことが挙げられる。本研究では、自然言

語処理技術を用いた新しい匿名化手法を活用し、カルテ

のテキスト情報を完全に匿名化することを狙いとしてい

る。本研究は、医療分野において高い期待を集める課題

であるだけでなく、個人情報が問題となる分野、及び、

著作権保護、文章剽窃など文章の複製が問題となる分野

に波及可能な応用性の高い課題である。 

 我々は2006年から匿名化の研究を開始し、2007年では

F 値98.0と世界4位（最新のレビューでは6位）の精度で、

個人情報の除去に成功している。この精度は、すでに人

間の抽出精度と同等であるが、このような高精度であっ

てもカルテの他施設への提供は進まない。これは個人情

報を単純に削除するだけでは完全な匿名化といえないか

らである。そこで本研究では、テキストの匿名化技術を

実用化するために必須となる、削除量の保証、高速化を

行い、さらに実際の医療文章に適応する実証実験を行う。 

 本年度は、匿名化技術の高速化を試みた。また、これ

を実装したデモ・システム「匿名コピー」を開発した。

医療情報学連合大会で行った展示デモは優秀論文賞を受

賞し、当技術およびデモ機への関心の高さが伺えた。し

かしながら、ソフトウェア上では十分と思われた匿名化

のスピードが、デモ機として実装をすると十分ではない

ということが明らかとなった。今後は、現場での利用に

向けて、さらなる高速化などを進める予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］医療テキスト、匿名化、自然言語処理 

 
［研 究 題 目］認知症高齢者を対象としたメンタルコ

ミットロボット・パロを活用したケア効

果 

［研究代表者］井上 薫（首都大学東京） 

［研究担当者］柴田 崇徳（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、井上 薫、和田 一義

（以上、首都大学東京） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

動物のように人と共存し、特に身体的な相互作用を通

して、楽しみや安らぎの精神的効果を与え、人の心を豊

かにすることを目的に、メンタルコミットロボット「パ

ロ」の開発を行っている。動物の場合には、アレルギー、

人畜感染症、噛み付き、引っかき事故、管理、衛生など

の問題で、動物を飼うことができない人々や一般家庭・

医療福祉施設などがある。メンタルコミットロボットは、

動物と同様に、人々に様々な効用を与えようとしている。 

これまでに、アンケート調査や医療福祉施設での長期

実験などから、パロの効用に関して様々な評価を行い、

定量的、定性的研究により実証してきた。一般家庭では

ペットの代替として家族の一員に、医療福祉施設ではア

ニマルセラピーの代替として高齢者向け施設での生活の

質を向上させ、認知症高齢者の脳機能や行動を改善して

いる。 

本研究では、デンマークでのユーザ会議や日本でのパ

ロによるロボット・セラピー研究会等のユーザからのコ

メントや臨床データ等に基づき、認知症高齢者のセラピ

ーに適切なパロの行動生成動作アルゴリズム等の認知症

用パロの研究開発を行っている。また、地方自治体と連

携しながら、在宅介護や施設介護でのパロのロボット・

セラピーの効果について検証を行っている。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ロボット・セラピー、認知症、認知症周

辺症状（BPSD）の軽減、介護負担軽減 
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［研 究 題 目］パルスジェットメスによる末梢神経機能

温存下拡大経蝶形骨洞腫瘍摘出法の開発 

［研究代表者］小川 欣一（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、末梢神経機能温存下において腫瘍を

摘出する手術デバイス（パルスジェットメス）の開発で

ある。本研究では、更に難易度の高い末梢神経の機能温

存下の腫瘍摘出を目的とし、組織選択性を高めるための

流体工学的基礎実験を行い、得られた結果を動物実験で

検証し、研究期間終了時に倫理委員会の承認を得て臨床

応用に移行可能な知見を得る事を達成目標とする。神経

への適用を考える上で、組織性状について文献値を用い

て、数値計算によるシミュレーションを担当した。 

数値計算において、飛沫の飛翔範囲についても組織破

砕と共にシミュレーションすることを試みた。計算では

粒子法の1つであるsmoothed particle hydrodynamics法
（以下、SPH法）の適用を試みた。SPH法の特徴はモ

デル作成の簡便さと短い計算時間である。まず、SPH法

が適用可能か、剛体を対象に間欠的液体ジェットを照射

するシミュレーションを行った。今回適用してみた結果

では、液体側の飛沫計算の際、計算が発散してしまうこ

とが判明した。これは粒子間の干渉条件に起因するもの

で、この点の改良を試みたが修正が出来なかった。しか

しながら、発散してしまう計算条件を実際の使用法と考

えると、結果が予想できないため適切でない使用とも言

える。そこで、数値計算が出来ない条件（発散する条

件）を明らかにすることで、飛沫予測に関する簡便な方

法を明らかにした。今後は、その手法の有用性および特

許申請について検討する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ジェット、組織破断、飛沫シミュレーシ

ョン 

 

［研 究 題 目］非侵襲超音波痛み評価・治療統合システ

ム 

［研究代表者］小泉 憲裕（東京大学） 

［研究担当者］葭仲 潔（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）、小泉 憲裕（東京大学）、 

川崎 元敬（高知大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

強 力 集 束 超 音 波 （ High Intensity Focused 
Ultrasound：HIFU）による非侵襲治療技術は、球面型

の超音波振動子を用いて超音波を集束させることにより、

周りの体組織に損傷を与えることなく、体内の狭い領域

にエネルギーを集中させるというものであり、正常な組

織を損傷させることなく患部のみを治療することができ

る。しかしながら、HIFU を利用した既存のシステムに

共通する主要な問題点の一つとして、呼吸をはじめとす

る臓器の運動に対する補償が行なわれていないことがあ

げられる。そのため、呼吸を制御した状態で治療を行な

う必要があり、患者や医師への負担が大きくなる。 

本研究で提案する非侵襲超音波痛み評価・治療統合シ

ステムとは、痛みが発生する患部に追従・モニタリング

しながら、超音波を集束させてピンポイントに患部へ照

射することにより、痛み緩和を非侵襲かつ低負担で行な

おうとするものである。本研究課題は、骨転移がんの医

療診断・治療技能を取り上げ、HIFU を利用した非侵襲

超音波診断・治療統合システムの構築法を確立すること

を目的とする。 

本年度は、本課題における基礎実験を行うための試作

機を設計開発し、超音波照射実験に関する検討を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波診断・治療、集束超音波、超音波

超音波振動子 

 
［研 究 題 目］高齢者の熱中症予防に向けた住環境整備

と住まい方に関する研究 

［研究代表者］東 実千代（畿央大学） 

［研究担当者］都築 和代（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、夏季に熱中症等で亡くなる高齢者の数が増えて

いる。そこで、熱中症予防等に用いられる暑熱環境にお

ける温熱環境評価の妥当性を検証するために、高齢者と

青年の温熱生理、心理、そして、行動特性に関するデー

タを収集し比較した。特に、屋外の温熱環境を評価する

ために、屋外の直達日射がある環境で、気温、湿度、風

速等の環境測定とともに、皮膚温や発汗などの体温調節

反応を測定し、温冷感、快適感、許容度などの主観申告

を得た。シルバー人材センターに登録する健康な高齢者

と、対象群として、大学生を採用し、高齢男性、高齢女

性、青年男性、青年女性の4群についてのデータを得

た。 

直腸温は座位・立位条件では上昇が認められず、運動

条件では30分間で0.6℃～0.7℃の上昇であり、群による

違いも認められなかった。平均皮膚温は座位条件では

36.5～37℃の範囲で、立位条件では35.5～36.5℃、運動

条件では34.5～35.5℃の範囲にあったが、群による違い

は認められなかった。心拍数は、座位で70～80拍／分で

あり、立位で80～90拍／分、運動条件で約120拍／分

で、平均値には群による差は認められなかった。体重減

少量は、青年男性は他の群よりも有意に高い値となり、

青年女性は他の群よりも有意に低い値となった。高齢男

性と高齢女性の間には有意な差は認められなかった。温

冷感・快適感申告に群による有意な差は認められず、条

件間では立位と座位では有意な差はないが、運動条件が

立位・座位条件に比べ有意に暑い側申告となった。今後
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は生理反応と心理反応の関係を検討し、年齢差を明らか

にする。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高齢者、日射、体温調節 

 

［研 究 題 目］実世界環境下での輻輳眼球運動計測によ

る視空間情報処理の研究 

［研究代表者］河野 憲二（京都大学） 

［研究担当者］松田 圭司（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、ヒトが豊富な視環境の中から処理すべき対

象物を抽出し、視線を向けるときに起こる輻輳眼球運動

とサッケード運動を調べることにより、実世界環境下で

対象物の存在を感じ、眼を向けるための視空間情報処理

を明らかにしようとするものである。そのため、輻輳眼

球運動とサッケード運動を計測するための高精度の眼球

運動計測システムを新たに開発する。この高精度の眼球

運動計測システムを用いて、実世界環境下で被験者の眼

から様々な距離に付置された対象物に視線を移す時の輻

輳眼球運動をサッケード運動と同時に計測する。この結

果を解析することにより、実世界環境下での視覚情報処

理についての新たな知見を得る。 

本年度は、輻輳眼球運動とサッケード運動を計測する

ための高精度の眼球運動計測システムを開発した。赤外

線で眼球を照射し、高速ビデオカメラで撮像した瞳孔を

楕円近似し、回転角を計測する手法を用いる。また、サ

ルを実験動物としてサーチコイルを使ったシステムを用

いて単眼眼球運動を同時計測し、その精度を確認した。

今後は、十分な精度が得られるまでシステムの改良を重

ね、ヒトの眼球運動計測に適用する。その後、周辺機器

の簡素化を図り、視対象物が豊富にある環境に持ち出

し、実世界環境下でヒトの眼球運動を計測する。これに

より、眼球運動のダイナミクスが実験室内のコンピュー

タディスプレイ上の刺激を見ている時とどのように異な

るか、定性的な観察を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］眼球運動計測、赤外線、輻輳運動 

 
［研 究 題 目］前頭葉からのトップダウン・コントロー

ルに関わる脳内ネットワーク機能の解明 

［研究代表者］熊田 孝恒（京都大学） 

［研究担当者］岩木 直（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

丸山 隆志、田村 学、川俣 貴一 

（以上、東京女子医科大学） 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、前頭葉から他の皮質部位に対するト

ップダウン・コントロールに関わるネットワーク機能を

解明することである。そのために、脳腫瘍患者の協力を

得て、脳腫瘍患者の皮質間連絡腺維の損傷の程度と、同

時期に実施する認知課題の成績を比較することによって、

課題遂行に関連する皮質間連絡腺維を特定する。また、

特定の皮質間連絡腺維のみが損傷されている患者の課題

遂行時の脳波の部位間の位相同期を調べることにより、

部位間ネットワークの機能を解明する。 

平成25年度は、言語課題遂行中の健常被験者の機能的

MRI データおよび拡散テンソル画像（DTI）データを

取得した。また、とくに DTI で得られる被験者の皮質

間神経連絡と、言語課題パフォーマンスとの間に相関が

あることを示す結果が得られた。また、脳波・脳磁界計

測データと MRI・fMRI データの統合解析結果に対して

神経ネットワーク解析を適用することにより、皮質間の

機能的結合を評価可能であることを示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］認知科学、前頭葉、脳ネットワーク、注

意機能、言語機能、皮質間連絡 

 

［研 究 題 目］内頚動脈閉塞におけるリアルタイム脳血

流量評価法の開発 

［研究代表者］佐藤 健一（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、客観的・定量的評価の手法が確立してい

ないバルーンカテーテルを用いた内頚動脈遮断試験によ

る治療方針決定に関する基礎的知見を確立するため、リ

アルタイム脳血流評価システムの構築を提案する。 

この目的のために、まず脳血管撮影所見における脳血

流動態の予測的価値に着目し、片側脳低灌流動物モデル

を作成する。作成した動物モデルを用いて、片側内頚動

脈閉塞による脳循環動態を血管撮影、スペックルフォト

グラフィー、および赤外線画像で評価し、脳実質の組織

学的・分子生物学的検討により、急性期および慢性期脳

実質侵襲を予測するための解析プログラムを開発する。

最終的に、治療的内頚動脈閉塞を施行した症例群の臨床

データベースを構築して前方視的に調査を行い、構築し

た脳血流評価システムの有用性を検証する。 

脳血管構造を模擬しその流量を推定するモデルとして、

都市における上下水道の配管で用いられる管路流れに関

する計算方法を提案した。管路流れを推定する方法には

開放系と閉鎖系の2種類があり、脳血流に関する流路モ

デルでは閉鎖系を改変することとした。また、流路モデ

ルで使用する流量の基礎データは、CT もしくは MR 装

置を用いて収集した画像情報より抽出する必要がある。

そのため、基礎データを収集するために、通常臨床現場

で使用されている画像処理ソフトウェアを用いたデータ

収集スキームを提案した。今後は、臨床画像から得られ

たデータを用いて、従来侵襲的に計測されてきた脳血流
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について非侵襲的に計測する方法で代替出来るか検証す

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脳血流、流量推定、流路モデル 

 
［研 究 題 目］認知的負荷が多属性意思決定に及ぼす影

響の解明:生体信号・生理指標に基づく

分析 

［研究代表者］都築 誉史（立教大学） 

［研究担当者］武田 裕司（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

       都築 誉史（立教大学）、 

       本間 元康（独立行政法人国立精神・神

経医療研究センター） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、非合理的な選択現象である多属性意思決定

における3種類の文脈効果(類似性効果、魅力効果、妥協

効果)について、眼球運動および脳波の事象関連電位成

分を指標として検討することを目的としている。 

 平成25年度は、まず、眼球運動を指標とした研究に着

手した。調査によって新しく本研究課題用に選定された

2属性3選択肢の項目群を用いて、多属性意思決定課題遂

行中の眼球運動計測実験を行った。産総研では眼球運動

計測の予備的実験を行って、適切な実験パラメータの設

定に寄与した（本実験は立教大学で行われ、現在、デー

タの詳細な分析が行われているところである）。 

 また、平成26年度に実施予定の脳波実験に向けた予備

的実験を行った。視覚対象への興味度や選好度と事象関

連電位の成分との関係を検討した結果、事象関連電位成

分の一つである EPN（Early Posterior Negativity）が

本研究の目的に適している可能性が示唆された。また、

主課題とは全く非関連の聴覚刺激を提示し、その聴覚刺

激に対する事象関連電位成分の振幅で主課題への興味度

を評価する課題無関連プローブ法も多属性意思決定課題

における興味度の時間的変動を捉えられる可能性がある

ことが示唆された。 

 また、多属性意思決定における3種類の文脈効果（類

似性効果、魅力効果、妥協効果）について、計算モデル

によるメカニズムの検討も行い、プロスペクト理論にお

ける価値関数の形を変形することで、3種類の文脈効果

を整合的に説明できる可能性があることが示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］意思決定、脳波、眼球運動 

 
［研 究 題 目］半正値四次形式の比の和で表される関数

の最適化とその幾何学 

［研究代表者］藤木 淳（福岡大学） 

［研究担当者］赤穗 昭太郎（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門）、 

藤木 淳（福岡大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、大域的最適解を完全に保証する形で

凸関数とは限らない半正値同次型4次形式の比の和で表

される関数の最適化を実現することである。そのために

まず、半正値同次型4次形式及びこれに対応する同次型4

次曲線・曲面の極値問題について考察する。この際、既

に行なわれている4次曲線・曲面の位相的分類では最適

化には不十分であるため、凹凸に基づいた形状分類を行

なうことにより同次型4次曲線・曲面の極値問題を解決

することによって、考えるべき大域的最適解の保証への

足掛かりとする。また、これと同時に、計算コストが高

く定式化が複雑ではあるが、多くの場合に大域的最適解

を与える半定値計画緩和による多項式最適化の幾何学を

明らかにすることによって、提案手法が大域的最適解を

完全に保証することも明らかにする。 

平成25年度は、2変数同次型4次曲線の全ての極大値・

極小値を求める手法について研究した。代数多項式関数

の最適化については、グレブナ基底に関する調査に基づ

いて最適化する方法の基礎的なまとめを行った。次に、

レイリー商の和で表現される評価関数の最適化の幾何学

の構築についてであるが、このレイリー商の和で表現さ

れる評価関数はコンピュータビジョンにおいて数多く登

場する形式の評価関数であるため、その幾何学の構築は

急務である。これについては、半定値緩和を用いた実験

的な検証を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］代数方程式、最適化、幾何学 

 
［研 究 題 目］病態生理に基づく革新的な意思伝達手段

の開発と長期経過追跡による適応評価研

究 

［研究代表者］中山 優季（東京都医学総合研究所） 

［研究担当者］長谷川 良平、中村 美子（ヒューマン

ライフテクノロジー研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、重度運動機能障がい者を対象とした意思

伝達支援装置「ニューロコミュニケーター」の製品化を

加速させるために、基盤技術の高度化および実証実験を

行うことを目的とする。平成25年度では、特に刺激提示

方法と脳波計測方法に改良を加え、その効果を確かめた。 

前年度までの研究から、眼球運動の障害が強い場合に

は、視線の先に位置するモニター画面のわずかな範囲で

しか良好な判別ができないことがわかった。そこで、従

来用いてきた複数のメッセージ選択肢を一括表示する刺

激呈示方法の代わりに、選択肢を1つずつ順に呈示する

フラッシュカード方式を採用し、脳波解読精度を調べる

実験を行った。健常者にて予備実験を行った結果、呈示
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回数を8回にすれば95%の精度で解読できることが明ら

かとなった。 

また、良好な脳波計測を困難にする主要因として、家

電製品や医療機器からの電気的ノイズの存在が挙げられ

る。これらの影響を最小限に留めるため、脳波計測に使

用される電極周辺の電磁シールド化を進めた。具体的に

は、脳波計測用の電極を内蔵するヘッドギアの外側を覆

う構造体を新規に設計・試作した。試作した電磁シール

ド付ヘッドギアの効果を複数の神経難病患者宅にて調査

したところ、電磁シールドを装着した場合に電気的ノイ

ズの影響が大幅に軽減されることが確認された。 

上記2点の改良により、実際の療養現場での使用への

道が加速されたと考える。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］意思伝達、実証実験、脳波、福祉機器 

 

［研 究 題 目］電荷移動励起子を用いた光電変換機能

の開発 

［研究代表者］堤 潤也（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］堤 潤也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

研究分野「機能材料・デバイス」で採択された「電荷

移動励起子を用いた光電変換機能の開発」（JSPS 科研

費若手 B）において、研究代表者として研究を進めた。

本研究では、有機太陽電池について、電荷移動励起子を

用いた新たな光電変換機能を開発することを目的とし、

これを可能とする分子化合物半導体材料の探索を行った。

まず、電荷移動度の異なる種々の分子化合物半導体につ

いて、レーザー誘起光電流法を用いて光電変換機構の検

討を行った。その結果、分子化合物半導体が通常の単一

成分系有機半導体に比べてはるかに電荷分離しやすいこ

と、電荷分離効率とキャリア拡散長が中間的な電荷移動

度をもつ材料系で最大化することを見出した。次に、以

上の知見を基礎として、中間的な電荷移動度もつ分子化

合物半導体について結晶性薄膜素子の作製に取り組んだ。

具体的には、アルキル側鎖を有する有機分子が結晶性薄

膜を形成し易いことに着目し、これを構成分子に用いる

ことで、高均質・高結晶性の分子化合物半導体薄膜の作

製に取り組んだ。その結果、C8-ベンゾチエノベンゾチ

オフェン（C8-BTBT）とテトラシアノキノジメタン

（TCNQ）誘導体からなる分子化合物半導体について、

両分子のπ共役骨格がアルキル側鎖で挟まれた構造を有

する層状結晶性薄膜を得ることに成功した。さらに、光

電変換素子作製のため基礎物性評価を行い、得られた分

子化合物半導体薄膜が2種類の CT 吸収を介した光電変

換が可能なこと、電子と正孔の両方について高いキャリ

ア移動度（>0.1cm2 V-1 s-1）をもつことから光電荷キ

ャリアを効率的に取り出せることを明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］有機太陽電池、電荷移動錯体、電荷移動

励起子、光電変換、電荷分離 

［研 究 題 目］ハイドレート技術を用いた農工融合に

よる低炭素社会の実現に関する研究 

［研究代表者］松尾 誠治（東京大学） 
［研究担当者］山本 佳孝、室町 実大 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、工場等から発生する CO2を低コストの

ハイドレート技術により分離し、そこで生成した CO2

並びに冷熱を農業圏のハウスや植物工場に供給し利用す

る農工融合型環境負荷低減システムを提案する。これに

より、莫大な費用を要する CCS による CO2量の削減と

冷熱との同時供給による光合成速度の増進すなわち農業

生産の増加を図る。平成25年度は、工業圏での効率的

CO2ハイドレート生成法及び農業圏での CO2ハイドレー

ト冷熱・生育用 CO2供給のための効率的分解法の研究

などを行ったほか、本システムを適用できる具体的モデ

ル地区についての検討を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］CO2削減・有効利用、CO2ハイドレート、

冷熱の効率的利用、CCS、農業生産増加、

農工融合型環境負荷低減システム 

 

［研 究 題 目］氷で制御されたナノ－マイクロ空間の

分析化学 

［研究代表者］岡田 哲男（東京工業大学） 
［研究担当者］山本 佳孝、室町 実大 
［研 究 内 容］ 

 究極の環境調和物質である水が形成する氷が創りだす

特徴的な構造と性質を利用して、他の物質ではなし得な

い計測と低環境負荷な物質分離、センシング、好感度計

測を行うことを目的とする。その1つとして、ハイドレ

ートを利用するガスクロマトグラフィーの構築を目指し

ている。平成25年度は、ハイドレートクロマト装置の設

計に取り組んだ。ハイドレートクロマトグラフィー確立

のための課題は、大きな表面積を得ることである。粒子

を小さくすることでカラム内表面積を大きくすることが

できるが、氷同士の凝結が起こってしまうため、数百

µm の粒子径が適切であると考えた。直径1cm×長さ

100cm のガラスカラムにガス配管をつなげ、汎用ガス

クロマトグラフ装置の TCD 検出器と接続した装置を作

製した。今後、ガス種による平衡圧の違いを利用するガ

ス分離を行うことを視野に入れ、カラムのガス圧を制御

できるようにマスフローメータを取り付けた。装置の健

全性確認のため、純水を凍結させた氷をカラムに充填し

て窒素ガスを流し、Ar 等の希ガスをサンプルとして導

入した。温度制御のため、ガラスカラムを二重管とし、

冷却用のジャケットを装着した。分析精度向上のために

は、温度制御の精度向上と検出器の感度向上が必要であ

ることが明らかになった。また、今後セミクラスレート
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ハイドレートのクロマトカラムへの充填方法についても

検討することとした。 

［分 野 名］環境・エネルギー、分析化学  

［キーワード］ハイドレート、クロマトグラフィー、ガ

ス分離 

 

［研 究 題 目］プラズモン増強効果を示す量子ドット分

散微小球のゾル－ゲル法を駆使した作製

と評価 

［研究代表者］村瀬 至生 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］村瀬 至生、鎌田 賢司、細川 千絵、

川崎 一則、伊藤 民武、澤井 俊博

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 今までの高発光効率量子ドット分散ガラス微粒子作製

技術を生かして、金属ナノ粒子を一定の厚みのガラス層

で覆い、その周りに量子ドットを配置することで、プラ

ズモン共鳴により蛍光増強効果を得ようとしている。 

 合成では、作り易さと安定性からクエン酸をリガンド

とする金ナノ粒子を選択し、四官能のアルコキシド

（Si(OEt)4、TEOS）でコートした（試料 A）。この際、

TEOS の量を変えることでガラス層の厚みを制御した。

遊離のクエン酸を定量し、金ナノ粒子がアルコキシド分

子で直接にコートされていることを確かめた。再現性の

良いガラスコートのためには、合成した金ナノ粒子水溶

液中の不純物を数百倍程度に少なくする必要があった。 

 オレイン酸をリガンドとする量子ドット（CdSe 系、

発光波長620nm 程度）を合成し、表面分子の一部をア

ミノ基を持ったアルコキシド（NH2-C3H6-Si(OMe)3, 
APS）で置換した。（試料 B）その後、加水分解を防ぐ

ために溶媒としてテトラヒドロフラン（THF）を選択

して試料 A と混ぜることで、目的物を得た。試料 B を

精製してフリーの APS を除去することで、凝集・散乱

を防ぐことができた。 

 試料評価では、3次元像を含む TEM 観察で、形態を

確認した。また、ガラス層が薄くなるに従って、蛍光寿

命が系統的に短くなることがわかった。蛍光強度を比較

するためには、目的物中の量子ドットの量を正確に知る

必要があることがわかり、元素分析を行った。その結果、

シェル厚10nm 強の領域で最大の蛍光増強が得られるこ

とがわかった。吸光係数や速度定数による解析を進めて

いる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］金、ナノ粒子、量子ドット、ガラス、プ

ラズモン共鳴、蛍光、増強 

 

［研 究 題 目］第一原理計算によるバルクナノメタルの

基礎物性設計 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟、王 昊 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 密度汎関数理論に基づく第一原理計算は、物質の結晶

構造から欠陥、表面、粒界・界面等の安定構造や各種応

力下での原子・電子挙動を高精度に解明する強力な手段

である。NCPP 法や USPP 法、PAW 法など効率的で高

精度な平面波基底法を Car-Parrinello に始まる高速計

算技法と組み合わせることで広範な応用展開が可能とな

った。しかし、平面波基底法では、全エネルギーや応力

といった基本的な物理量が、スーパーセル内の積分値あ

るいは平均としてしか求まらない。欠陥や粒界・界面の

安定性や各種応力下での機械的挙動を扱う見地からは、

エネルギーや応力の局所分布の情報が重要である。我々

は、平面波基底の第一原理計算法において、局所エネル

ギー、局所応力を計算する手法・プログラムの開発に取

り組み、金属の表面や欠陥、粒界、異相界面への適用を

進めている。今年度は、前年度に引き続き、基本的な方

法論・計算技術の確立と、粒界の不純物偏析問題への適

用を試みた。前者では、Bader 積分を用いる基本的な

計算技術が確立され、後者では、Al、Cu の粒界への Si、
Mg の偏析において、興味深い解析結果が得られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］第一原理計算、粒界・界面、局所エネル

ギー、局所応力 

 

［研 究 題 目］白金を含む多元金属ナノ粒子の内部構造

と触媒活性の関係の研究 

［研究代表者］秋田 知樹 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］秋田 知樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 超音波や荷電粒子、放射線などの特殊反応場を利用し

て多元金属ナノ粒子を作製しその微細構造と触媒機能の

関係を明らかにすることを目標に、透過型電子顕微鏡に

よる微粒子の構造解析を行った。収差補正装置を搭載し

た分析電子顕微鏡を用いて電子線還元法により作製した

Pt-Sn 粒子の観察、分析を行った。高角度散乱環状暗視

野走査透過型電子顕微鏡（HAADF-STEM）とエネル

ギー分散型 X 線分光（EDS）による分析を行い、カー

ボン担体に担持した Pt と Sn の空間分布を調べた。塩

化白金酸と塩化スズの混合溶液とカーボン担体を混合し

た溶液に4.8MeV の電子線照射を行い、触媒試料を作製

した。電子線照射還元時にアルゴン置換をした場合とし

ない場合で、エタノールの酸化活性に違いが見られ、

Pt 量に比べて Sn の量が少ない場合にはアルゴン置換

しないほうが高い触媒活性を示した。 

 STEM-EDS 分析の結果から、両試料とも Pt はナノ

粒子として高分散に担持されていることが確認され、
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EDS による元素マッピング像からアルゴン置換しない

場合にはアルゴン置換した場合に比べて、Pt 粒子と Sn
粒子が近接して存在する傾向にあることがわかった。X
線回折から、Sn は SnO2として存在しており、Pt-SnO2

の構造が形成されることによって、触媒活性が向上する

ものと考えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］微粒子、電子顕微鏡、触媒 

 

［研 究 題 目］マルチラジカル性を有する開殻超分子系

の光磁気機能物質の創成 

［研究代表者］鎌田 賢司 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鎌田 賢司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 開殻性を有するナノサイズ分子性物質は磁性に加え、

従来の閉殻系を凌駕する導電性や光学特性等を示す可能

性があるために注目されている。本研究では複数の開殻

部位を有する開殻超分子系について、開殻性を表す化学

的指標である「開殻因子」に基づいて光磁気機能発現機

構を解明して、開殻分子の化学的修飾、電場印加等の物

理的摂動、溶媒や結晶場等の環境効果が開殻因子に与え

る影響を明らかにする。その結果、開殻因子の制御に基

づく光磁気機能の発現およびその制御理論の構築を全体

目的とする。そのために新規開殻性化合物の溶液ならび

に固体薄膜における二光子吸収等の開殻因子との関連が

期待できる光学物性を実験的手法により解明する。 

 本研究の主たるテーマである複数の開殻部位を有する

開殻超分子系について実測を進めていく上で、分子間相

互作用を持った固体系試料の二光子吸収の測定は非常に

重要である。しかし、固体系試料では、試料による散乱

光の増加や、試料の損傷・劣化が顕著に現れるため容易

ではなく、これらを低減・回避する測定手法の開発も必

要となる。本年度は、既に溶液系で実績のある測定手法

である Z-スキャン法を軸に、これら固体系に向けた高

い信頼性での二光子吸収の測定を行う上での予備検討と

問題点の洗い出しを行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］開殻電子構造、ラジカル、二光子吸収 

 

［研 究 題 目］ダークステートを含めた感応性化学種の

励起エネルギー準位構造の解明 

［研究代表者］鎌田 賢司 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鎌田 賢司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は安定で単離可能な新奇な結合様式を持つ感応

性化学種について、光機能物性や光誘起反応で重要とな

る最低励起状態近傍の電子励起状態のエネルギー構造を

禁制遷移状態（いわゆるダークステート）も含めて明ら

かにすることを目的とする。 

 このため本年度は、揺らぎ易い結合を持つ一重項中間

ジラジカル性化合物など新しい結合様式を持つ種々の化

合物について、二光子吸収スペクトル測定を行ってダー

クステートのエネルギー準位構造を調べると共に、二光

子吸収の強度との関係を明らかにすることに取り組んだ。 

 まず、一重項中間ジラジカル性が理論や構造より期待

される化合物で、かつ分子サイズが小さな化合物数種に

ついての二光子吸収測定を行ったところ、二光子吸収が

期待される波長域で二光子吸収は測定限界以下もしくは

非常に弱いものであった。これらの化合物では2個のラ

ジカル中心間の距離があまり離れておらず、この結果は

開殻性と共に2つのラジカル中心の間のπ電子系の広が

りが重要な因子であることを示唆している。一方、π共

役系の比較的大きな、中心金属をリンとするポルフィリ

ン誘導体についても測定を行い、この化合物は波長

1400nm の近赤外域で強い二光子吸収を示すことを見い

だした。この波長域（1400～1500nm）では強い二光子

吸収を示す化合物は限られており、今後より詳細に検討

を行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］感応性化学種、ラジカル、二光子吸収 

 

［研 究 題 目］薬物送達システムに資する無機中空蛍光

体の蛍光特性に関する基礎的研究 

［研究代表者］神 哲郎 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］神 哲郎、落石 知世（バイオメディカ

ル研究部門）、松本 由子 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、中空構造および多機能を有する高輝度希

土類系蛍光体のドラッグデリバリーシステム（DDS）
の創成について検討する。平成25年度は、以下の材料創

成および機能発現を目標とした。 

1. 100nm 以下の粒径でガドリニウムを含有する蛍光体

についてホウ酸塩系ならびにガラス系で創成する。 

2. 末端に抗体を有する有機化合物で改質してガン細胞

や組織上へ化学的に結合できるようにした希土類蛍光

体微粒子をヒト由来がん細胞へ蒔いて表面への結合を

検討する。 

結果として得られた成果は以下の通りである。 

 粒径100nm 以下のポリマー微粒子をテンプレートと

して、希土類（Gd および Eu）硝酸塩水溶液を尿素共

存 下 で 水 熱 処 理 し て 、 加 熱 処 理 す る こ と な く

GdBO3:Eu3+結晶をポリマーテンプレート上に析出す

ることに成功した。X 線回折から GdBO3:Eu3+に帰属

されることがわかった。さらに SEM 像から粒径がいず

れも100nm 以下であり、完全な閉殻構造であることが

明らかとなった。 
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 ヒト由来がん細胞を培養して、これに葉酸誘導体で表

面改質した上記希土類蛍光体を蒔いて付着させ、その表

面の蛍光について検討した。結果として、ガン細胞膜表

面に 当該蛍光体を固定化させ、表面を赤色発光させる

ことに成功した。さらに、ガドリニウム中性子捕捉療法

（GdNCT）用材料とするため、熱中性子照射によるヒ

ト由来がん細胞死滅効果について検討した。結果として、

熱中性子照射後48h 経過した試料において、有為にがん

細胞が未照射試料に比べて死滅していることがわかった。 

一方、ホウケイ酸ガラスを母体ガラスとし、当該ガラス

中にアップコンバージョン蛍光を示す GdF3:Tm3+の蛍

光結晶が析出する条件を検討した。Na2O-B2O3-SiO2系

ボロシリケートガラスに GdF3と TmF3を添加し、

1600℃程度で溶融、ガラス化し、その後結晶化する手法

によって、単相の状態で当該結晶が得られることを明ら

かにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ 希土類蛍光体、ドラッグデリバリーシ

ステム、ナノ材料、分相ガラス、蛍光特

性 

 

［研 究 題 目］高品質半導体ダイヤモンドを用いた高温

動作パワースイッチングデバイスの研究 

［研究代表者］梅澤 仁 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］梅澤 仁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイヤモンドは、高い絶縁破壊電界や電子・正孔移動

度、また低い誘電率や物質中最大の熱伝導率などにより、

次世代半導体として期待されている炭化珪素やチッ化ガ

リウムなどのワイドギャップ半導体材料のなかでもきわ

だった性能が得られると期待されている。特に省エネル

ギーデバイスとして用いた場合には、低損失・高出力動

作はもとより、同時に高速スイッチング、高温動作が実

現でき、さらに高温環境で長期的な信頼性が得られる。

本事業では、ダイヤモンドのパワーデバイス、特にスイ

ッチングデバイスへの適用を目指し、ダイヤモンドの合

成技術開発、半導体素子の試作と評価までを一貫して行

っている。 

 平成25年度にはチタンをオーミック電極としてソース

およびドレイン電極に、白金もしくはルテニウムをショ

ットキー電極としてゲート電極に用いた金属－半導体電

界効果型トランジスタ（MESFET）の試作プロセスを

確立させている。酸化やグラファイト除去洗浄工程は関

西センター内のクリーンルームにて行い、その他のプロ

セスはつくば産総研、京都大学、大阪大学などに設置さ

れている先端機器共用イノベーションプラットフォーム

事業を利用して行った。なお電極はすべてフォトリソグ

ラフィーおよびリフトオフ法を用いており、素子の完成

後にドレイン電流・電圧静特性、閾値評価、ブレークダ

ウン測定などの基本素子特性の評価を行っている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ダイヤモンド、パワーデバイス 

 

［研 究 題 目］レドックスフロー電池を応用した間接型

燃料電池 

［研究代表者］城間 純 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］城間 純、山﨑 眞一、村井 嘉子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、2種の酸化還元対溶液を循環させて発電す

るレドックスフロー電池と、それら2種の溶液をそれぞ

れ燃料と空気との化学反応により再生する再生反応槽と

を組み合わせることにより、間接型燃料電池と呼ぶべき

システムを完成させるとともに、そのシステムの優位性

を示すためのキーとなるいくつかの課題を解決するため

のものである。本年度の計画である新型構造のセル構築

について、2つの「ハーフセル」を一体型とし内部的に

直列に結合した「3重構造セル」の製作・運転を行なっ

た。また、その特性を解明するための基礎データとして、

「ハーフセル」単独での電流-電圧関係や、供給水素ガ

スの湿度・流量の影響について調べた。負極電解液の再

生反応槽は、燃料の持つ還元能を負極活物質に渡す役割

を持つが、これに使用する触媒の開発として、ロジウム

ポルフィリン2種を検討した。一酸化炭素とキノン類酸

化体との反応、水素とキノン類酸化体との反応を触媒す

るポルフィリンをそれぞれ単独で再生反応槽に使用し、

有効性を確認すると共に、両者を同時に入れ、燃料とし

て水素・一酸化炭素混合ガスを用いた場合には、反応速

度に加成性が見られることを確認した。このことは、本

研究が目指している「多様な燃料からの電力生産」の実

現性を示している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］レドックスフロー電池、燃料電池 

 

［研 究 題 目］高励起状態への遷移による有機分子の短

波長励起二光子吸収特性の解明とその機

能化 

［研究代表者］鎌田 賢司 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鎌田 賢司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 光の電場によって揺らぎやすい電子を持つ有機分子系

について、600nm 以下の可視光短波長領域で高い励起

状態が関与した強い二光子吸収特性を持つ可能性を実験

的に検証する。可視光短波長領域の二光子吸収特性を評

価するための測定光学系を構築して、スペクトル測定を

行うとともに、高精度の量子化学計算も併用して観測さ

れた二光子遷移の帰属を行い、強い二光子吸収遷移が生
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じる理由を明らかにする。さらに機能材料への応用展開

を図るため、二光子吸収誘起による微細パターンの高効

率な形成を目指す。 

 昨年度までに480nm～600nm までの波長領域と波長

400nm については測定が終わっており、今年度は未測

定の400nm と480nm 間の波長について二光子吸収スペ

クトルの測定を進め、その後、ナノ秒レーザー光励起と

半導体レーザー励起による反応の確認を進める予定であ

った。しかし、短波長領域における基準物質として選択

した窒素ガリウムの既報値とのずれが見つかり、当初計

画を変更して基準物質の再測定と測定結果の詳細な再確

認を行った。再測定の結果は、前回の測定値を再現する

一方、既報値とは依然ずれが見られ、窒素ガリウム試料

そのもの個体差による可能性が浮上して来た。また、平

行して、分岐型フェニルエチニレンと同じの分子対称性

の、より長波長に吸収をもつ誘導体についても二光子吸

収を測定して、そのスペクトル特性の相違点を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二光子吸収、有機材料、π電子共役系 

 

［研 究 題 目］積層型水素吸蔵合金の水素吸蔵・放出特

性向上因子の抽出と高機能化に関する包

括的研究 

［研究代表者］田中 孝治 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］田中 孝治、竹下 博之（関西大学）、

宮村 弘（滋賀県立大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 初期水素化課程において起こる反応は、①Mg の水素

化、②Mg と Cu の合金化、③Mg と Cu の合金化によ

り生成した Mg2Cu の水素化の3つあり、①の反応が②、

③の反応に対してどのタイミングで起こるかにより、3

つの反応プロセスが存在し、それぞれ異なる3種類の微

細組織を形成する事が解った。すなわち、 

プロセス1：Mg と Cu の合金化とその後の Mg2Cu の水

素化が Mg の水素化に先んじる場合。4Mg(s)＋
2Cu(s)＝2Mg2Cu(s) (1)、2Mg2Cu(s)＋3H2(g)＝ 

3MgH2(s)＋MgCu2(s) (2)という反応が起こり、

3MgH2(s)＋MgCu2(s)の3次元網目組織となる。この

場合、網目組織はオープンな組織で、クローズしてい

ない。 

プロセス2：Mg と Cu の合金化は水素化が Mg の水素

化に先んじるが、Mg2Cu の水素化が Mg の水素化よ

り遅い場合。プロセス 1と同様の反応により、

3MgH2(s)＋MgCu2(s)の3次元網目組織となる。しか

しながら、この場合、Mg2Cu の周りには MgH2が存

在し、3MgH2(s)＋MgCu2(s)網目組織は、周りの

MgH2にエピタキシャルに成長する事が優先し、オー

プンな組織にならず、クローズした鞘構造をなす。 

プロセス3：Mg の水素化が Mg と Cu の合金化に先ん

じる場合。 4Mg(s)＋ 4H2(g)＝ 4MgH2(s)  (3)、 

4MgH2(s)＋2Cu(s)＝3MgH2(g)＋MgCu2(s)＋H2(g) 
(4)という反応が起こり、MgCu2が層状に成長する。 

 DSC 測定での水素吸蔵・放出特性は、上記3種の微細

組織の特徴から矛盾なく説明できる事も解った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］積層型、水素吸蔵合金、水素吸蔵・放出

特性、向上因子  

 

［研 究 題 目］ビスマスナノプレートの磁気的および電

気的特性に関する研究 

［研究代表者］北村 直之 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］北村 直之、福味 幸平 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 金属ナノ粒子を分散させた複合材料は、光散乱・導

光・偏光などの高度な光波制御をできる特徴があり、指

向性散乱体や導光フィルムとして期待される。粒子の配

向・配列を制御することはこれらの光機能の効率向上や

必要な粒子量の低減に有効であるのみならず、新機能の

発現する上で重要な技術である。粒子の磁場や電場に対

する特性は配向・配列に欠かせない特性であり、複合体

の機能を左右する。ビスマス金属ナノ粒子は光学的また

磁気的に異方性を有し、配向・配列を利用した光学部材

の対象として興味深いが、その特性は良く知られていな

い。本研究は、ポリオール法により球・板・ロッド状の

ビスマスナノ粒子を合成し、その形成機構を明らかにす

る。粒子の形状およびサイズの磁気的・電気的特性への

サイズや形状の影響を明らかにすることを目的とし、光

散乱、導光や偏光などの光を高効率で利用するデバイス

への展開をはかるものである。 

 本年度は、昨年度に作製した球状および板状ナノ粒子

の磁気的性質を測定する装置の試作を行った。ナノ粒子

を懸濁した高粘性のシリコンオイルの偏光透過率を磁場

中において測定した（フォークト配置）。磁場中で配向

した懸濁液を光軸に対して任意の角度だけ回転させ、回

転後の透過率変化を観察した。磁気異方性エネルギーに

よって発生する磁気トルクの大きさを、粒子の回転運動

によって生じる透過率から観測した。粒子径250nm お

よび400nm の球状粒子の場合、異方性磁化率はそれぞ

れ3.55×10-5と4.18×10-5と計算された。以前に行った

磁場中Ｘ線回折によって得られた値3.6×10-5とほぼ同

じ値が簡便に得られることが分かった。バルクの磁化率

が5.3×10-5であることから概ね異方性磁化率を評価で

きることを実証した。また、粒子径の増加とともにバル

ク値に近づいていることも確認できた。一方、厚さ約

50nm 大きさ約800nm の板状粒子の異方性磁化率は、そ

の回転運動の遅さから2×10-5程度と球状粒子の半分程
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度の値を示しことが分かった。球や板のサイズと磁気的

性質の関係をあきらかにするとともに、誘電率のサイ

ズ・形状依存性についても明らかにする予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、散乱・導光、省エネ家電技術 

 

［研 究 題 目］電子受容性単層カーボンナノチューブの

有機系太陽電池への応用と最適化 

［研究代表者］塩山 洋 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］塩山 洋、大長 亜紀 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、フラーレン（C60）と同様の電子受容性

のある単層カーボンナノチューブ（以下 SWCNT と略

記）を、各種アンテナ分子の励起状態の電子移動消光過

程を通じて評価する技術の開発を目的としている。こう

いったカーボンナノチューブの利用によって太陽電池の

セル構造の設計の自由度が増し、光電変換効率の更なる

向上が期待できる。 

 これまでに実施した我々の研究より、SWCNT は有

機系太陽電池でアンテナ分子として利用されている 

Ru(bpy)32＋の発光を電子移動消光することを見出して

いる。それを踏まえて平成25年度は、水溶液中における

様々なアンテナ分子の光励起状態を、各種の水溶性

SWCNT を用いて実際に消光することにより電子受容

性を評価した。具体的にはアンテナ分子の種類を、フェ

ナントロリン系の配位子を持つルテニウム錯体やピレン

誘導体、ローダミン系色素、チオニン系色素などに変え

た場合に、その励起状態が SWCNT とどのような相互

作用をするかを測定した。その結果、配位子の種類によ

らずルテニウム錯体の励起状態は SWCNT によって電

子移動消光するが、今回検討したそれ以外のアンテナ分

子はいずれも SWCNT と基底状態で電荷移動錯体を形

成し、従って太陽電池での光電変換に必要な電子移動は

起こらないことが分かった。この様な電荷移動錯体の形

成は、アンテナ分子が芳香族炭化水素であるために

SWCNT のグラフェン表面と強く相互作用すると考え

ると容易に納得することができる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］カーボンナノチューブ、有機系太陽電池、

電子移動 

 

［研 究 題 目］二種の鎖状分子の同時配向制御と有機薄

膜太陽電池の異方的な電子物性に関する

研究 

［研究代表者］溝黒 登志子 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］溝黒 登志子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では p 型と n 型の鎖状π共役分子の配向制御

技術を確立し、配向制御した有機薄膜太陽電池特性と偏

光応答性を評価することで、異方的な電子物性と分子配

向との相関を調べる。オリゴチオフェンを始めとする鎖

状π共役分子は、分子鎖が基板に対して平行に配向する

と、電荷の移動が促進され、膜厚方向の導電性が向上す

る。同時に偏光応答性も生じる。しかし鎖状π共役分子

を基板に平行方向に配向させることは困難であるうえ、

2種類以上の鎖状分子を同時配向させた太陽電池の報告

例はほとんどない。 

 当方が有する摩擦転写法を用いて基板に平行に配列し

た p 型導電性高分子膜を形成し、この上に p 型鎖状π

共役分子を真空蒸着すると、下層の高分子配向膜をテン

プレートとし、高分子の配列方向に平行に配列した p
型鎖状π共役分子膜を容易に得られることが分かってい

る。前年度では p-n 接合型素子において、p 層、n 層共

に基板平行に一軸配向させることに成功した。 

 H25年度は、p-n 接合型素子中の n 型分子の配向構造

を微小角入射 X 線回折法でより詳細に解析し、複数の

n 型分子において非常に配向度が高い n 層を形成出来て

いることが分かった。 

 次に p 型分子と n 型分子を共蒸着して混合層（i 層）

を有する p-i 接合型素子を形成し、i 層の相分離構造と

分子の配向を評価したところ、i 層はバルクヘテロ接合

型素子に適した数十 nm 単位の相分離構造を形成してお

り、i 層中の p 型鎖状分子は基板平行に一軸配向してい

ることが分かった。さらに、p-i 層中の p 型分子が基板

に対して平行に一軸配向した有機薄膜太陽電池と、素子

構造は同じだが p-i 層中の p 型分子が基板に対してラン

ダムに配向している有機薄膜太陽電池を作製し太陽電池

特性を評価したところ、基板に対して平行に配向した p
型分子からなる素子の変換効率の方が高くなることを見

い出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］分子配向制御、構造解析、有機薄膜太陽

電池、摩擦転写、導電性高分子、導電性

オリゴマー、鎖状分子 

 

［研 究 題 目］有機活物質によるリチウム二次電池レア

メタル正極の代替 

［研究代表者］八尾 勝 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］八尾 勝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 リチウム二次電池の電極材料として通常用いられてい

るレアメタル酸化物を、酸化還元活性な低分子性有機物

で完全に代替することで、低環境負荷な二次電池を創出

できる。本研究代表者は、既にベンゾキノン誘導体が高

容量の電極材料として機能することを見出し、報告して

いる。本研究では、ベンゾキノン誘導体を化学修飾する
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ことで電極材料としての高性能化を目指し、同時に未解

明な点も多い充放電機構の解明を目的としている。 

 前年度までに、長さの異なるアルキル基を周辺置換基

として有するキノン系材料や、酸化活部位をオリゴマー

化した材料を合成し、それらの電極特性の比較から、電

極材料の電解液への溶解性を低減させることが電極の長

寿命化に対し有効であることを見出した。本年度は、キ

ノン骨格に嵩の小さいイオン性置換基を導入することで、

理論容量を低減させることなく問題となっていた溶解を

劇的に抑制することに成功し、電極材料の高容量化と長

寿命化を両立する分子設計の糸口を得た。 

 一方、充放電メカニズムの解明にも着手した。これま

での有機電極材料においては、充放電過程におけるリチ

ウムイオンの関与は想定されていたものの確証は提案さ

れていなかった。本研究では、核磁気共鳴を用いてリチ

ウム核の観測を行った結果、充放電に伴ってリチウムイ

オンが電極内部へ挿入－脱離している証拠を得ることに

成功し、提唱されていた充放電の機構を実証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウム二次電池、レアメタル代替、正

極、多電子反応  

 

［研 究 題 目］高効率パワーデバイスの動作に影響を及

ぼす CVD ダイヤモンドの転位の解明 

［研究代表者］加藤 有香子 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］加藤 有香子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイヤモンドは、高耐圧・低損失・高速動作の省エネ

パワーデバイス用半導体材料として期待されているが、

近年報告されているショットキーバリアダイオード

（SBD）の動作特性（200V-0.8A, Funaki, Osaka 
Univ.）は、期待される動作特性には及ばないのが現状

である。例えば電気自動車のパワーデバイスの場合、ダ

イヤモンドパワーデバイスは今よりも2桁以上大電流化

して100A 超級デバイスを開発しなければいけない。 

 疑似縦型 SBD の場合、化学気相合成法（CVD 法）

でボロン濃度が異なるダイヤモンド層（p－層、p＋
層）をダイヤ基板上に合成して、ドリフト層とコンタク

ト層を形成している。高い動作特性を実現するためには、

高い結晶品質を持つドリフト層が必須であるが、目標と

なる結晶性を具体的に示す実験結果はいまだ示されてい

ないのが現状である。 

 本研究では、ダイヤ基板、コンタクト層、ドリフト層

中の転位の種類とそれぞれの密度の解明と、各種転位と

デバイス特性との相関の解明を計画している。 

 本年度は、疑似縦型 SBD 用の基板として用いられる

Ib 型ダイヤモンドの結晶性を評価した。X 線トポグラ

フィ像および複屈折顕微鏡像から、転位密度平均が約

104/cm2であり、｛111｝面内に成長する転位と、（001）

方向に成長する転位の2つに大別できる事を確認した。

また、SBD を作成して耐圧特性を評価したところ、リ

ーク電流が1mA に達した時の印加電圧が300～1000超 

V とばらつきが大きかった。そこで、逆方向特性の要と

なるドリフト層の転位を評価したところ、大きな転位束

と耐圧特性との相関がみられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］パワーエレクトロニクス、ダイヤモンド 

 

［研 究 題 目］超省エネ型パワーデバイス作製用の大型

ダイヤモンド単結晶ウェハ合成フロンテ

ィア開拓 

［研究代表者］山田 英明 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］山田 英明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 究極の半導体材料とされるダイヤモンド単結晶を実用

化するにあたっての、最も重要な課題の一つが、インチ

サイズウェハの作製困難さにある。本研究代表者は、ク

ローンウェハの接合により、ウェハ面積を効率良く拡大

できることを示した。しかしながら、更なる大面積化に

おいては、接合部の高品質化や合成条件の最適化などが

必要であり、本研究では、これらを達成することで、2

インチ大ウェハを作製可能とする条件の探索を目指し、

それを詳細に解析することで、連続的な面積拡大・高品

質化技術へと結びつけることを目的としている。 

 平成25年度は、結晶ダイヤモンド基板の大面積合成技

術の一つである、高品質な単結晶基板の接合技術に取り

組んだ。1インチ以上の面積に渡って接合を試みると、

①基板の破壊や、②接合部の品質の劣化が発生すること

が判った。これらの合成の品質を左右するパラメータの

一つとして結晶方位に注目したところ、オフ方向が変化

すると、上記した2つの現象が影響を受けることを見出

した。オフ方向と境界が成す角が適切な範囲に無い場合

は、1インチを超える長さの接合部に対しては、ほとん

どの場合、基板の破壊が発生したが、適切な範囲にあれ

ば、2インチ程度の長さに対しても破壊は見られなかっ

た。同様に、Raman 分光測定により接合部の品質や、

窒素の取り込みが影響を受けることを見出した。一方、

プラズマを電磁流体近似したモデルに基づき、原料ガス

種同士の化学反応を考慮して、2次元のシミュレーショ

ンを実施した。投入電力や圧力、流量などへの依存性を

確認した結果、投入パワーが一定程度を超えると、基板

上での基板温度は一定値に収束し、それ以上は殆ど上昇

しないことが判った。一方、得られた原子状水素やメチ

ルラジカルなどの密度から合成速度を見積もるモデルと

連携させ、数値的に合成速度の絶対値や、その分布を評

価した。基板中央部での合成速度は概ね実験結果を反映

しており、実験で得られる合成速度の基板周辺部での低

下は、基板温度の低下によって引き起こされていること
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を示唆する結果を得た。以上の知見に基づき、10mm
角の単結晶基板を24枚接合し、世界最大となる、40×

60mm の面積を持つ、接合型の単結晶ダイヤモンド基

板の試作を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ダイヤモンドウェハ、プラズマ CVD、

シミュレーション  

 

［研 究 題 目］低融点アルカリ金属溶融塩のリチウム二

次電池用電解液特性の解明 

［研究代表者］窪田 啓吾 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］窪田 啓吾 （常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 アルカリ金属溶融塩は難燃性、難揮発性と電解液に適

した性質を持つが、一般に融点が高く（200℃以上）室

温域では使用できない。その中で非対称アミドアニオン

のリチウム塩は融点が100℃と特異的に低く、新規な室

温域のリチウム溶融塩となる可能性を持つ。本研究では

溶融塩を電解液とするリチウム二次電池の構築を目的と

してこの低融点リチウム塩をベースにした溶融塩のリチ

ウム二次電池用電解液特性を検討する。 

 本年度は低融点リチウム塩に他のアルカリ金属塩を添

加したカチオン混合塩について、溶融塩の物理化学的性

質の測定とリチウム金属および遷移金属酸化物正極の溶

融塩中における界面抵抗の電気化学交流インピーダンス

法による測定を行った。この溶融塩は有機溶媒にリチウ

ム塩を添加する有機電解液に比べて同じ温度（65℃)で

粘性が1000倍、イオン伝導率が30分の1である一方、有

機電解液よりも電極-電解液間の界面抵抗が低いことが

分かった。遷移金属酸化物正極とリチウム金属負極と組

み合わせた電池の充放電においてこの溶融塩は有機電解

液より高いレート特性を示しており、この低い界面抵抗

が要因の一つと考えられる。また、この溶融塩リチウム

電池は充放電の繰り返しにおいて溶液抵抗、界面抵抗の

変化が有機電解液と比べて非常に小さく、サイクル安定

性が高いことが分かった。これらの結果からこの溶融塩

は室温域から既存の電解液と同じ取り扱い性を持ち、さ

らに高温でも安定性の高い電解液として期待できる。 

 次年度以降は溶融塩電池において上記の性能の重要な

要因と考えられる電極-溶融塩間の界面の電荷移動につ

いてより詳細な検討を行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウム二次電池、電解質、アルカリ金

属溶融塩、イオン液体  

 

［研 究 題 目］放電プラズマプロセスによる次世代二次

電池用コンポジット電極の創製 

［研究代表者］作田 敦 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］作田 敦、竹内 友成、小林 弘典 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 硫黄を正極活物質として用いるリチウム－硫黄二次電

池は、現状のリチウムイオン電池の数倍の理論エネルギ

ー密度を有することから期待されている。本研究では、

リチウム－硫黄二次電池用材料開発を目的に、放電プラ

ズマ焼結装置を用いる新規な機能性カーボンの合成プロ

セスの開発を目指した。通電焼結装置を用いたアセチレ

ンブラックの高密度化を行った結果、タップ密度が、通

電処理前の粉末が0.03g/cm3であったものが、通電処理

後には0.15g/cm3となっており、アセチレンブラック粉

末の高密度化が確認された。電極複合体の作製にはメカ

ニカルミリング法に着目した。硫黄とカーボン、または

硫黄と固体電解質の間で、メカノケミカル反応を起こす

ことにより、新規な物性の発現を期待した。メカノケミ

カル法を用いて作製したカーボン－硫黄複合体は、硫黄

重量当たり約500mAh g-1の容量を示した。溶媒には、

エーテル系溶媒を用いたにも関わらず、高い充放電クー

ロン効率が確認された。また、充放電試験後に電池を解

体した際にも、電解液への硫黄成分の溶出による着色は

確認されなかった。複合体重量当たりの容量は小さいが、

電解液を用いるリチウム－硫黄二次電池の高性能化に対

して重要な知見となる。硫化物系固体電解質を用いた全

固体セルにおいてカーボン－硫黄複合体の電極特性を評

価した結果、硫黄重量当たり、約1700mAh g-1と硫黄の

理論容量の充放電が確認された。充放電曲線が従来と異

なる点や、硫黄の理論容量を超える容量を示す場合があ

ることより、硫黄と固体電解質、または、固体電解質と

カーボンが反応して、一部電極活物質化したと考えられ

る。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウム電池、革新電池、硫

黄、正極、炭素、通電焼結 

 

［研 究 題 目］新しい窒素－ホウ素系化学水素貯蔵材料

の研究 

［研究代表者］徐 強 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、Di-Chang Zhong 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高い水素含有量（15.4重量%)を持ち、燃料電池用水

素源として高い可能性を持つヒドラジンボランに注目し、

ヒドラジンボランの脱水素化反応において、温和な温度

において、高活性を示す合金ナノ粒子触媒を開発した。

NaOH の存在下において、Ni2+および Pt4+を含む混合

金属塩溶液に、NaBH4溶液を加えることにより還元し、

白金・ニッケル合金ナノ粒子触媒を合成した。本触媒は、

ヒドラジンボランから完全に水素放出させることができ
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ることがわかった。触媒活性は白金・ニッケル合金ナノ

粒子の組成に依存する。Pt 含有量が30-70mol%の範囲

では、Ni-Pt ナノ粒子触媒は室温で100% H2選択性を示

した。既存の触媒と比べて、NaOH の存在下で合成し

た触媒は極めて高い触媒活性を示した。ニッケルまたは

白金の単金属触媒の場合は、BH3基の加水分解反応の

みに活性を示し、N2H4基の分解反応に活性を示さない

が、Ni-Pt 合金ナノ粒子触媒は BH3基の加水分解反応

及び N2H4基の分解反応の両方に高い触媒活性を示し、

完全に水素を放出させることができることが明らかにな

った。本結果は、燃料電池用水素源として高い可能性を

持つヒドラジンボランの脱水素化反応において、合金触

媒を用いることにより、高効率・選択的に水素を完全発

生させることができることを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池  

 

［研 究 題 目］高性能水素貯蔵材料としてのホウ素－炭

素－窒素系多孔質高分子の研究 

［研究代表者］徐 強 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 来る水素エネルギー社会を支えるキーテクノロジーと

して、高効率水素貯蔵技術の確立が求められている。水

素との相互作用が強く、高密度水素を可逆的に吸蔵・放

出できる水素貯蔵材料の開発が期待されている。本研究

では、テンプレート・前駆体として多孔質金属配位高分

子材料 MIL-100（Al）を使用して、窒素含有イオン液

体1－エチル－3－メチルイミダゾリウムジシアナミド

（EMIM DCN）及びホウ素・窒素含有イオン液体1－

エチル－3－メチルイミダゾリウムテトラシアノボレー

ト（EMIM TCB）を第2の炭素源及び窒素源、ホウ素－

窒素源として用いて、その複合体の熱処理条件の精密制

御を行うことにより、窒素（N）及びホウ素・窒素

（BN）をフレームワークに組み込んだ多孔質炭素

（C）材料を合成した。このように合成した N 及び BN
含有多孔質炭素フレームワーク（NC 及び BNC）は、

大きな比表面積を有し、水素と強い相互作用を有するこ

とを見出した。EMIM DCN@MIL-100（Al）複合体

（重量比1:1）を800℃で熱処理して得られた NC800試

料は、2397m2/g という高い比表面積を示し、H2吸着量

は1.7 wt%（77K、1atm）に達することがわかった。

EMIM TCB@MIL－100（Al）複合体（重量比1:1）を

800℃で熱処理して得られた BNC800-1試料は、比表面

積は1068 m2/g、H2吸着量は1.4wt%（77K、1atm）を

示したのに対し、EMIM TCB@MIL－100（Al）複合体

（重量比1:2）を800℃で熱処理して得られた BNC800-

2試料は、比表面積は1522m2/g、H2吸着量は1.7 wt%
（77K、1atm）を示した。窒素・炭素フレームワーク

と比べ、ホウ素－窒素－炭素フレームワークは単位比表

面積あたりの水素吸着量がより高いことが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池 

 

［研 究 題 目］次世代高エネルギー密度型リチウムイオ

ン電池およびナトリウムイオン電池用正

極材料 

［研究代表者］鹿野 昌弘 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鹿野 昌弘、BEN YAHIA Hamdi 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の高エネルギー密度型リチウムイオン電池およ

びナトリウムイオン電池用正極材料開発を目指し、各種

酸化物の合成と電気化学的特性評価を行っている。本研

究の特徴は、結晶学的見地による材料の設計を行い材料

合成プロセスの最適化を検討するものである。本年度に

おいては、水熱法による新規な相の創生を目指した結果、

亜硫酸硫酸塩 Mn5(OH)4(H2O)2[SO3]2[SO4] を含んだ3

つの関連相や M(OH)F（M＝Mn, Fe, Co）の合成に

成功し、その結晶構造について報告を行った。また、代

表的な正極材料である LixCoO2に結晶学的見地から解析

を行い、今まで不明確であった充放電に伴う結晶構造の

相転移について統一的な解釈を行った。これにより、層

状岩塩型と呼ばれる一群の正極材料の充放電機構を解釈

するうえで、重要な知見を提供したことになる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウムイオン電池、ナトリ

ウムイオン電池、正極 

 

［研 究 題 目］低欠陥ダイヤモンドウェハ 

［研究代表者］鹿田 真一 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鹿田 真一、杢野 由明、梅澤 仁、 

茶谷原 昭義、加藤 有香子 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイヤモンドは SiC を凌駕する省エネパワーデバイ

ス材料として、全ての電力機器での利用が期待されてい

る。究極の低損失デバイスである他、自己発熱による高

温状態で動作させる新コンセプト「冷却フリー」で画期

的変革をもたらす。これまでの先導的研究で、超高温動

作や高耐圧・高電流・低損失動作のアドバンテージが見

えてきている。ウェハに関して105cm-2台の欠陥密度を2

～3桁低減することが最重要課題であり、本研究では実

用化に向け、①結晶評価手法確立 ②低欠陥種結晶 ③

低損傷表面 ④低欠陥研磨 ⑤低欠陥結晶成長 の基盤

技術確立を3年で目指すものである。当機関が研究代表

で、③以外を担当。 
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 平成25年度は、①結晶評価手法確立に関して、2次元

分布として計測するには、X 線トポ及びカソードルミが

ダイヤに適していることがわかった。欠陥のデバイスへ

の影響を縦型ダイオードを用いて検討し、1kV 以上の

耐電圧デバイスには45°複合欠陥は致命的なキラー欠陥

である事を初実証することができた。②低欠陥種結晶に

関して、欠陥の少ない部分を切り出して、それを種とし

て成長した種結晶の評価を行った。反射 X 線トポ計測

手法を改善し、結晶の深い部分と表面に伝搬してきてい

る欠陥の評価を行えるようになり、その結果種結晶欠陥

評価を可能にし、選別することが可能になった。④低欠

陥成長に関して、低欠陥化のためガス中窒素濃度を極微

量の範囲で制御して成長できるようにし最適化した結果、

低歪自立基板を作製することができた。またウェハのコ

ピー技術において、種基板へのイオン注入前に基板表面

の最終処理を行うこととし、精密研磨（Ra < 1nm）と

10µm 程度の深いイオンビームエッチングを組み合わせ

て行うことにより、損傷を十分低減できることがわかっ

た。 

［分 野 名］環境エネルギー 

［キーワード］ダイヤモンド、低欠陥、ウェハ、パワー

デバイス 

 

［研 究 題 目］微細組織制御による発電用熱電変換材料

の開発 

［研究代表者］舟橋 良次 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］舟橋 良次、Emmanuel Combe 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 包晶反応を利用し、Bi2Sr2Co2O9の部分熔融時の固体

酸化物相の粒径と分布状態を制御することで、熱処理後

も熔融時の固体酸化物相に由来する、ナノサイズの残留

結晶が Bi2Sr2Co2O9粒内に残留させることができた。部

分溶融法により作製したバルク焼結体は、結晶粒径が固

相焼結体よりも大きいため電気抵抗率が低減したにも関

わらず、格子による熱伝導度が大きく低減した。その結

果、部分溶融法により作製した試料の無次元性能指数は

高温において、固相焼結法よりも約3倍大きくなった。

部分熔融試料における格子熱伝導度の低減は、

Bi2Sr2Co2O9中に存在するナノサイズの残留結晶の界面

がフォノン散乱を増強するためであると分かった。一方、

室温～100K 付近の低温で優れた熱電特性を有する BiSb
合金は、熱伝導度が高いことが課題であった。そこで、

熱伝導度の低減を目指し、様々なプロセス技術で BiSb
合金の合成を行った結果、放電焼結を行う際、塑性変形

する温度、加圧条件で焼結させると熱伝導度のみが改善

し、室温付近での ZT が約2倍高くなることが分かった。

透過型電子顕微鏡観察の結果、塑性変形焼結を行った試

料では、多くの転位が観られ、これらがフォノンの散乱

点として作用していることが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電発電、廃熱利用 

 

［研 究 題 目］ダイヤモンド高濃度ホウ素ドープウェハ

創製に向けた基盤研究 

［研究代表者］大曲 新矢 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］大曲 新矢（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイヤモンドは SiC や GaN を凌駕する優れた物性値

を複数有しており、次々世代の省エネパワー半導体材料

として期待されている。実用化に最も近いとされる、ダ

イヤモンドショットキーバリアダイオードに関しては、

耐高温電極の開発、高耐圧フィールドプレート層技術の

確立等、キー要素技術が開発され、さらには高温での安

定・高速スイッチングなど、物性に依存した高いポテン

シャルが実証されてきた。今後数 kA/cm2の高電流密度

に耐え、低損失かつ高耐圧なデバイス実現には「高濃度

ホウ素ドープされた低抵抗ウェハ」上への縦型デバイス

作製が必須である。しかしながらその合成技術は極めて

未熟であり、大面積化の指針が立っていない。 

 本研究は低抵抗ウェハ創製に向けて、熱フィラメント

CVD（HFCVD）法による大面積ウェハ合成研究を立ち

上げた。HFCVD 法は多結晶工具のコーティング、ナノ

ダイヤ成膜に使われているが、単結晶合成に関しては報

告例が少なく、成膜条件が精査されていなかった。基板

温度と原料ガス濃度を系統的に変化させることで、異常

成長粒子を抑制する条件を見出し、まずはアンドープで

の高品質結晶合成を可能とした。ラマン分光、X 線ロッ

キングカーブから結晶品質を評価したところ、市販ウェ

ハ同等程度の品質を確認した。大面積かつ長時間合成が

可能なことから低抵抗ウェハ合成に関しても有用である

と考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド、熱フィラメント CVD 法、

結晶評価、低抵抗ウェハ 

 

［研 究 題 目］高性能液相化学水素貯蔵材料の研究 

［研究代表者］徐 強 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、Jianke Sun 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、広い温度領域において液体であり、水素

と窒素への選択的分解が可能であり、充填容易且つ生成

物（窒素）回収・再生不要であることから水素貯蔵媒体

として高い可能性を持つヒドラジン水和物の優れた性質

に着目し、高性能化学的水素貯蔵技術の確立を目的とし

ている。金属配位高分子 ZIF-8のナノ粒子を合成し、熱
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処理温度の精密制御により、カーボンナノドット

（CND）を生成した。合成したカーボンナノドットを

担体として用いて、NaOH の共存条件下で前駆体金属

塩の還元により二金属 PtxNi100-x＠CNDs（x＝0, 10, 

20, 40, 60, 80, 90 and 100）触媒を合成した。300K
でヒドラジン水和物の分解反応を行ったところ、触媒活

性・水素生成選択性は、Ni/Pt 比に依存することが分か

った。Ni40Pt60@CND は、最も高い触媒活性を示し、7 

min で完全に水素を放出し(metal/H2NNH2＝1:10)、

TOF 値は170h-1に達した。放出ガスの体積測定から、

ヒドラジンの完全分解反応 H2NNH2→N2＋2H2が選択的

に進行していることが確認された。また、反応速度は反

応温度に依存し、298－323K の温度領域では、温度上

昇につれて、反応速度が増加することが分かった。比較

実験として、担体 CND は本反応に活性を示さないこと

が確認された。また、担体を用いない Ni40Pt60ナノ粒

子触媒または PVP 保護 Ni40Pt60ナノ粒子触媒のいずれ

も、Ni40Pt60@CND 触媒よりも低い触媒活性を示すこ

とが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池  

 

［研 究 題 目］高性能ホウ素-窒素系水素貯蔵材料の研

究 

［研究代表者］徐 強 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、Qi-Long Zhu 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 水素エネルギー社会を実現するためには、高効率水素

貯蔵技術の確立が必要不可欠である。最近化学的水素貯

蔵が盛んに研究され、水素吸蔵合金と比べ格段に重量密

度の高い水素貯蔵が可能になるとされている。しかし、

これまで報告されている化学的水素貯蔵材料は水素放出

温度が高い上、燃料電池電極触媒の被毒成分となるアン

モニア等の発生が問題となっている。そのために、水素

含有量が高く、温和な条件下で水素放出が可能で且つ燃

料電池電極触媒の被毒成分を副生しない化学的水素貯蔵

材料の開発が強く求められている。本研究では、ホウ素

-窒素系化学水素化物を有望な水素貯蔵材料として取り

上げ、ホウ素-窒素系化学水素化物の選択的脱水素化・

水素発生触媒を開発し、高性能水素貯蔵材料・技術の確

立を目的としている。多孔質炭素 MSC-30を担体とし

て用いて、NaOH の共存条件下で NaBH4を用いて、前

駆体金属塩を還元することにより、多孔質炭素担持ナノ

粒子触媒 NtPt@MSC-30を合成した。本 NtPt@MSC-

30触媒は、ホウ素-窒素系水素貯蔵材料の選択的脱水素

化・水素発生反応に高い触媒活性を示すことが明らかに

なった。詳細に検討した結果、還元過程における

NaOH の存在は、Ni2+及び Pt2+前駆体の還元において、

Ni(OH)2中間体を経由したナノ粒子の高分散化・粒子

径制御に重要な役割を果たしていることがわかった。現

在、ホウ素－窒素系水素貯蔵材料の選択的脱水素化・水

素発生における触媒の活性向上に取り組んでいる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池 

 

［研 究 題 目］人工層状構造を有する多機能材料の開発 

［研究代表者］舟橋 良次 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］舟橋 良次、Tristan Barbier 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新たな熱電材料の探索とこれまでに得られている熱電

材料の結晶構造を明らかにすることを目的に、酸化物及

びシリサイド材料を合成、評価した。酸化物は Ba-Co-
O で構成されるホモロガス物質について、元素置換に

よる物性値の変化と結晶構造の関係を明らかにした。

Ba の一部をアルカリ土類及び希土類で、Co の一部を

3d 遷移金属で置換できた。特に、Ni、Cu で置換した

場合、高い置換量でも単相が得られることが分かった。

さらにこれらの相へのインターカレーションも試みた。

n 型の熱電特性を示すシリサイド材料で、層状構造を有

する Mn3Si4Al2の結晶構造を詳細に調べ、インターカレ

ーションなど新たな人工超格子構造を構築するための可

能性を調べた。インターカレーションでは、200℃で、

ヨウ素雰囲気中に5日間放置することで、c 軸の異なる

二つの Mn3Si4Al2構造が粉末 X 線回折測定の結果から観

察され、新たな層状物質の存在を示す結果が得られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電発電、廃熱利用 

 

［研 究 題 目］イオンビーム誘起 CVD 技術の高度化と

SiC ヘテロエピ成長への応用 

［研究代表者］木内 正人 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］木内 正人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 廉価なシリコン基板上へ炭化ケイ素結晶をヘテロエピ

成長させる技術を確立することが目的である。これまで

ナノレベルの立体構造形成や磁気媒体の開発などに使わ

れてきたイオンビーム誘起 CVD 法の技術を、炭化ケイ

素結晶のヘテロエピ成長に応用を試みた。これまではア

モルファス膜の SiC しか得られていなかったが、本年

度はこれまでに培った技術を高度化し、炭化ケイ素薄膜

のヘテロエピ成長の条件を絞り込むことができた。その

ために、イオンビームの質の向上、基板温度制御の向上

などが重要であることがわかった。その結果、より安価

な原料の採択も可能となることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
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［キーワード］炭化ケイ素、イオンビーム、結晶成長 

 
［研 究 題 目］金属特異性を考慮した包括的な生態リス

ク評価手法の開発 
［研究代表者］加茂 将史（安全科学研究部門） 
［研究担当者］加茂 将史、小野 恭子、内藤 航、 

保高 徹生（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
 金属は水質や土壌の性質により毒性が異なり、その結

果、リスクレベルもそれら性質により異なることが示唆

されている。金属は環境媒体中で様々な存在形態をとり、

その中の遊離イオン状態にある金属が生物にとって利用

可能な状態で毒性への寄与が最も高いと考えられている。

欧米においては利用可能量に基づいた新たなリスク評価

手法が発展しつつある。我が国の水質や土性は欧米とは

著しく異なり、生息する生物種も異なる。本研究の目的

は、欧米で発展した手法を我が国に適したものにカスタ

マイズすることである。 

 水生生物については、メダカ、カブトミジンコを用い

て、銅の毒性試験を行った。半数致死濃度をいくつかの

調節したカルシウム、マグネシウム濃度で推定し、各生

物種での毒性予測モデル（Biotic Ligand Model）のモ

デルパラメータを推定した。推定したモデルを用いて、

影響濃度を推定したところ、予測値のほとんどが実測値

の2倍〜1/2倍に含まれ、予測精度は高いことが示された。

異なるカルシウム、マグネシウム濃度で試験を繰り返し、

モデルの検証作業を進めるとともに、河川や湧水を野外

から採水し、実環境での予測精度を検証する予定である。

土壌生物では、我が国の代表的な土壌を選定し、土壌の

性質とカドミウムの利用可能量の関係を調べるための

Diffusive Gradient Thin-film（DGT）試験を多数行っ

た。土壌の性質は多数計測しており、利用可能量と最も

関深い性質を特定するための統計手法を開発しつつある

ところである。一方、ミミズおよびトビムシを用いた毒

性試験も実施しており、半数致死濃度の推定やカドミウ

ム応答遺伝子の発現量など基礎的なデータの収集が進み

つつある。今後は、土壌と利用可能量、利用可能量と致

死率、遺伝子発現量とを関連つけるモデルを開発する予

定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］金属、利用可能量、生物リガンドモデル、

生態リスク評価  

 
［研 究 題 目］暑熱環境におけるエネルギーの消費によ

る人間健康の改善効果の評価に関する研

究 

［研究代表者］玄地 裕（安全科学研究部門） 
［研究担当者］玄地 裕、本瀬 良子 

（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究では、暑熱環境に対する適応策の利用に伴うエ

ネルギー消費量増大と人間健康影響削減のトレード・オ

フ関係に着目する。適応策のエネルギー消費量と適応策

による環境温度の緩和効果を評価し、一方で、環境温度

と熱中症や睡眠障害など健康被害との関係解析、健康被

害の影響の定量化をおこなうことで、エネルギー消費量

と健康影響のトレード・オフ関係を定量化する。さらに、

緩和策のエネルギー消費量と健康影響削減効果も評価し、

エネルギー消費・健康影響両面から見て望ましい適応

策・緩和策の導入設計に関する指針を示す。 

 平成25年度は、疫学で用いられる平滑化スプライン回

帰を用いた睡眠被害関数の高度化を行った。高度化した

被害関数によって睡眠困難罹患率を予測したところ、罹

患率は従来評価の40%程度にとどまるものの、気温上昇

に伴う環境影響としては、なお睡眠困難が大きなウェイ

トを占めることがわかった。 

研究課題の最終年度であることからの3年間の研究成

果を取りまとめ、暑熱環境におけるエネルギー消費と健

康影響について以下の2点が明らかになった。 

① 夏季の気温上昇は睡眠困難に大きく影響する。 

② エネルギー消費による環境改善（冷房使用）は冷房

運転方法、本人の健康状態、睡眠と疲労の関係などを

総合的に考慮して実施する必要がある。 

望ましい適応策・緩和策の導入には、大局的には②を

考慮すべきという方向性を示したが、今後、②を考慮し

た上で個別の状況に対する適応策・緩和策考慮のための

さらなる検討が必要であると結論づけた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］エネルギー、ヒートアイランド、健康影

響、適応策、睡眠 

 

［研 究 題 目］国際環境協力に資する河川シミュレーシ

ョンモデルの開発 

［研究代表者］石川 百合子（安全科学研究部門） 
［研究担当者］石川 百合子、村尾 智（常勤職員2

名） 

［研 究 内 容］ 
本研究は、国際環境協力に有用な河川環境管理を行う

シミュレーションモデルを構築し、環境対策の効果を定

量的に示す方法論を提案することを目的としている。今

年度は、タイ王国鉱物資源局（DMR）と公文書を交換

の上、以下の作業を進めた。 

タイとミャンマー国境付近のトンパープム地区ソント

ー集落周辺を対象として、フィールド調査を実施した。

現地では旧坑や生活用水の位置を特定し、尾鉱や表層水

を採取した。試料の化学組成は真空 PIXI 分析によって

明らかにした。また、タイ政府が主催した周辺住民との

対話集会の記録を翻訳・分析し、鉱山開発に関する地域

感情を把握した。 

さらに、産総研－水系暴露解析モデル（AIST-
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SHANEL）を対象地域に適用するため、シミュレーシ

ョンに必要なデータを調査・収集した。その結果、対象

地域は石灰岩地帯で地形が特殊であると同時に、河川水

や地下水の流れが複雑であり、河川流域や河川流路を特

定することが困難であることが判明した。シミュレーシ

ョンを正確に行うためには、さらに詳しい現地情報が必

要となるため、今後は、DMR を情報提供のハブとして、

他の政府部局から現地データや資料を収集し、AIST-
SHANEL へのデータの組み込みや改良点などの検討を

進める。 

［分 野 名］環境・エネルギー  
［キーワード］河川シミュレーションモデル、有害元素、

国際環境協力、アジア、河川環境管理 

 
［研 究 題 目］QAAR（定量的活性活性相関）手法によ

る化学物質等の有害性推論手法の開発 
［研究代表者］竹下 潤一（安全科学研究部門） 
［研究担当者］竹下 潤一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 化学物質の有害性推論手法の構築は、化学物質のリス

ク評価を実施する際の国際的な動物試験数削減の要請に

応えるべく重要な課題である。平成25年度は既存動物試

験データが有する相関関係を元に、有害性の標的臓器間

補間が可能となる QAAR モデルの開発を行った。まず

「化学物質排出把握管理促進法（PRTR 法）」において、

製造量、有害性などの観点から重要とされている第一種

指定化学物質の既存動物試験データ（特に、反復投与毒

性試験データ）の無毒性量（NOEL）をエンドポイント

（標的臓器・試験動物種・試験方法の組み合わせ）ごと

に整理することでトレーニングセットを整備した。次に、

共分散構造分析と呼ばれる統計解析手法によりそのデー

タセットがもつ共分散構造を導出し、その構造を元に

QAAR モデルの最良予測式を決定するアプローチを提

案した。提案手法に沿って QAAR モデルを構築し、

Leave-one-out 法と呼ばれる検証・確認方法を用いて、

OECD の原則に沿ってそのモデルの推定精度の検証を

行った。その結果、既に行政における委員会等の参考資

料として使われている生態毒性の QSAR（定量的構造

活性相関）モデルと比べても、十分に高い推定精度であ

ることが確認された。さらに、開発した QAAR モデル

を鉛はんだの代替（鉛・スズからスズ・銀・銅のはんだ

への代替）などのリスクトレードオフ評価へ適用した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］化学物質、ヒト健康、有害性推論、反復

投与毒性、リスクトレードオフ評価 

 
［研 究 題 目］巨大地震断層の力学的・水理学的特性の

解明 

［研究代表者］高橋 美紀 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］高橋 美紀、北島 弘子、金川 久一 

（千葉大学）、堤 昭人（京都大学）、 

廣瀬 丈洋（海洋研究開発機構）、 

谷川 亘（海洋研究開発機構） 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 新学術領域研究「超深度掘削が拓く巨大海溝型地震の

新しい描像」の課題の一つである「巨大地震断層の力学

的・水理学的特性の解明」では南海トラフ掘削コア等の

試料の物性から海溝型巨大地震の発生メカニズムの解明

を目指している。今年度は本課題の最終年度であり、主

に産総研で分担した実験は摩擦発熱による断層岩近傍の

イライト化を実験に再現することである。 

 膨潤性を示す Na スメクタイト30wt%+石英70wt%の

混合ガウジ1g に0～1mol/l の濃度の KCl 溶液0.5cc を加

え、垂直応力1～2MPa、変位速度1.3m/s で摩擦実験を

行った。その結果、KCl 濃度の増加に伴って定常摩擦

強度が増加する傾向が認められた。また、0.5mol/l 以

上の KCl 濃度の実験では、すべり面の温度が120℃以上

に達した試料において、膨潤性を示さない K スメクタ

イトとわずかなイライトが認められた。以上の実験結果

は、摩擦発熱によって膨潤性を示すスメクタイトが膨潤

性を示さなくなるスメクタイトやイライトに変化するこ

とを示した。付加体中の断層で見つかっている局所的な

スメクタイトのイライト化は、地震、つまり高速の破壊

が伝播した証拠となりうる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ地震発生帯掘削、粘土含有量、

摩擦強度、速度依存性 

 

［研 究 題 目］非火山性深部低周波微動の波動特性を利

用したメカニズム解決定と微動発生機構

の解明 

［研究代表者］今西 和俊 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］今西 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 世界各地のプレート境界域で発見された非火山性深部

低周波微動（以後、単に微動と呼ぶ）は、巨大地震の発

生機構を解明するための重要な手掛かりとして注目され

ている。本研究は微動の波動特性を最大限に利用したメ

カニズム解推定法を開発し、微動の発生機構を明らかに

するものである。H25年度は S 波スプリッティングの影

響を補正することで、震源放射に関係した S 波の振動方

向を正しく推定することに成功した。複数観測点におけ

る S 波の振動方向を最もよく説明する解をグリッドサ

ーチすることでメカニズム解推定が可能となる。2013年

4月に紀伊半島北東部で発生した微動活動に適用したと

ころ、北西側が低角で南東側が高角の節面を持つ解が多

く確認できた。また、推定誤差を考慮しても横ずれ成分
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を持つ微動も起こっていることが明らかとなった。本研

究は科学研究費補助金（基盤研究 C）により実施されて

いる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］プレート境界、非火山性深部低周波微動、

メカニズム解、波動特性、紀伊半島、臨

時観測 

 

［研 究 題 目］岩石の不安定挙動への分岐とその準備過

程 

［研究代表者］高橋 美紀 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］高橋 美紀、北島 弘子、重松 紀生 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では大地震へと発展するシステムの不安定挙動

への準備は、まずシステムの中での剪断面の選択と集中

から始まると仮定し、歪軟化準備過程において観測可能

な現象を、板状の岩塩を模擬岩体とし平面歪試験の結果

から提言することを目的としている。平成25年度の実施

内容は大きく2点あり、1点目は試料である岩塩の変形特

性を調べることであり、2点目は平面歪試験機の製作で

ある。 

 岩塩試料の変形特性：オランダ・ユトレヒト大学にて

回転式剪断試験機を用い岩塩の変形速度に対する強度・

摩擦特性・変形組織について調べた。また、当大学にて

実験後の岩塩試料の観察に際し、適切な薄片試料の作り

方も学ぶことができた。岩塩と白雲母を8：2で混在させ

た試料に低速度で剪断歪を与えた後、比較的高速度での

変形条件に急変させる実験を実施した。低速度条件では

岩塩は流動変形を示し、マイロナイト組織を作ることが

分かっている。一方高速条件下では変形に伴い孔隙の多

いランダムな組織をとることが分かっている。しかしな

がら、天然のマイロナイト組織の観察から、シュードタ

キライトのように高速変形はマイロナイトの面構造を使

って変形が集中した結の境界付近に剪断の集中が見られ

た。また、摩擦挙動も流動から摩擦へのメカニズムのス

イッチを示唆する挙動を示した。 

 平面歪試験装置の製作：岩塩の板状試料の変形と変形

場のその場観察のため平面歪試験機を作製した。空気圧

を使ってピストンを駆動し、ゆっくりと変形を加え、最

終的な破断に至る前の歪の集中過程をカメラで記録する

ことを想定している。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］平面歪試験機、回転式剪断試験機、岩塩、

マイロナイト、速度弱化、歪軟化 

 

［研 究 題 目］自然地震データと物理モデルを用いた広

い速度レンジでの摩擦特性の推定 

［研究代表者］安藤 亮輔 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］安藤 亮輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 東北地方太平洋沖地震の観測結果等にもとづいて、従

来断層上の定常的に非地震的に滑る摩擦特性を持つと解

釈されていた領域でも、地震時に大きく滑る可能性があ

るとの指摘が多くされている。しかしながら、そのよう

な可能性について、断層の摩擦特性の推定による直接的

な検証は、まだ行われていない。本研究では、観測デー

タと物理モデルにより、この問題の検証を行うことを目

的とする。本年度は、研究代表者の担当業務の変更があ

り、当初予定通りのエフォートを割くことが出来なかっ

たが、解析に用いるデータを研究協力者から入手するこ

とができた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震破壊、超巨大地震、摩擦、レオロジ

ー、スロー地震 

 

［研 究 題 目］延岡衝上断層下盤メランジュの変形機構

の解明 

［研究代表者］北島 弘子 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］北島 弘子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 深部付加体を構成するメランジュの力学特性・変形機

構を解明するため、延岡衝上断層下盤メランジュの高温

高圧三軸変形実験を行った。延岡衝上断層掘削コアのメ

ランジュサンプルを、メランジュ形成時の温度である

250℃にて変形させた。有効圧=120MPa（地下約8km で

の間隙水圧が静水圧に近い条件）のときは延性的に、 

有効圧＝20MPa（地下約8km での間隙水圧が静岩圧に

近い条件）のときは脆性的に変形することが明らかにな

った。  

［分 野 名］地質 

［キーワード］延岡衝上断層、メランジュ、変形実験、

高温高圧、付加体 

 

［研 究 題 目］P 波振動極性の統計的性質と高感度地震

検出手法の開発 

［研究代表者］内出 崇彦 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］内出 崇彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は科学研究費補助金（研究活動スタート支援）

で実施した。従来より高い感度で多数の地震を自動的に

検出することを目指して、P 波の振動方向を用いた震源

推定法を開発する。複数の観測点での直線的振動の方角

を延長することで震央の位置を推定する方法である。 

 まず、岐阜県飛騨地方の地震波形連続記録を振動極性

解析にかけて、直達 P 波と無関係な直線的振動を調べ
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た。コーダ波によるもの、観測点近傍の擾乱によるもの

が見られたが、振動の振幅や伏角の情報も利用すること

で概ね回避できた。この補正をかけて地震検出を行った

ところ、気象庁一元化震源カタログの44%を検出した一

方で、同カタログにない地震も検出できた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震学、時系列解析、振動極性解析、イ

ベント検出、自動震源決定、岐阜県飛騨

地方 

 

［研 究 題 目］南海トラフにおける未知の巨大津波に関

する地形・地質学的研究 

［研究代表者］宍倉 正展 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］前杢 英明（広島大学）、宍倉 正展、 

行谷 佑一、越後 智雄（地域地盤環境

研究所）（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 南海トラフ沿いに発生した過去の巨大地震に伴う津波

の規模とその履歴解明のため、紀伊半島南部沿岸の津波

および隆起の痕跡に関する調査を行った。特に和歌山県

串本町の橋杭岩周辺では、津波石と思われる漂礫群につ

いて、これまで明らかになっている漂礫の位置、形状を

確認するとともに、補足の測量を実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ、巨大地震、津波、隆起、履

歴、津波石 

 

［研 究 題 目］石垣島・宮古島の津波堆積物の調査－巨

大地震を繰り返す琉球海溝沈み込み 

［研究代表者］宍倉 正展 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］安藤 雅孝（台湾中央研究院地球科学研

究所）、中村 衛（琉球大学）、 

宍倉 正展（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 琉球海溝沿いに発生した過去の巨大地震に伴う津波に

ついて、その履歴解明のために、石垣島においてトレン

チ掘削による津波堆積物調査を行った。また一部で有孔

虫分析も行った。その結果、1771年八重山津波およびそ

れより前の津波によって堆積した可能性のある層準を確

認した。このほか宮古島の友利、伊良部（2地点）で得

られた試料について14C 年代測定を実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］琉球海溝、石垣島、宮古島、巨大地震、

1771年八重山津波、津波堆積物 

 
［研 究 題 目］プラスチックの嫌気生分解の解析 
［研究代表者］八木 久彰 （環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］八木 久彰、国岡 正雄 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 現在、商業用の嫌気発酵槽として運転されている発酵

槽の温度は、55度と37度の2つに分けられる。生分解性

プラスチックをこれら商業用の大型嫌気発酵槽で処理す

るには、生分解性プラスチックが、発酵槽内の汚泥で生

分解するかどうかを、あらかじめ試験しておかなければ

ならない。そこで、私たちが新しく確立した、プラスチ

ッ ク の 嫌 気 で の 分 解 性 を 評 価 で き る 試 験 方 法

（ISO13975の改良法）を用いて、代表的な生分解プラ

スチック（ポリ乳酸（PLA）、ポリカプロラクトン

（PCL）、ポリヒドロキシ酪酸（PHB）、ポリブチレン

サクシネート（PBS）の嫌気分解試験を実施する。 

 25年度は、上記4種のプラスチックサンプルの55度で

の嫌気生分解度の測定と、これらの嫌気生分解に関与す

る微生物の解析を行った。PHB は14日で90%嫌気分解

された。PCL は、50日で80%嫌気分解された。PLA は

75日で75%嫌気分解された。PBS は100日経過後も全く

嫌気分解されなかった。PLA、PCL、PHB のメタン発

酵に関与している微生物を解析した結果、これらの嫌気

分解にかかわる微生物には、違う種類のものが存在する

ことが示唆され、その中のいくつかは今までに単離され

ていない未知のものである可能性が示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］生分解プラスチック、嫌気生分解、RT-

PCR-DGGE 
 

［研 究 題 目］化学発光法を用いた化学材料評価手法の

開発 

［研究代表者］佐合 智弘（環境化学技術研究部門） 

［研究担当者］佐合 智弘、内丸 忠文、高田 徳幸 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 機能性高分子などの化学材料は、構造部材用途のみな

らず、太陽電池等の先端デバイス用途でも重要となって

きている。主に有機物からなる化学材料は様々な要因に

より劣化が進行するため、劣化構造や劣化メカニズムを

評価し、材料の寿命予測、さらには高耐久材料の設計指

針へとつなげることが重要である。本研究では化学発光

（CL）法を利用して化学材料の酸化劣化の評価を行う

ことを目的とした。 

 CL 法は、酸化劣化に伴う微弱な発光を検出する方法

として有用であるが、従来は発光するまでの誘導時間か

ら劣化のしやすさを議論していることがほとんどであり、

劣化の活性種やメカニズムに踏み込んだ検討はなされて

いない。そこで、モデル化学材料を用いて酸化劣化試験

を行い、CL を分光（スペクトル化）することで、劣化

メカニズムを検討した。低分子不飽和脂肪酸の酸化劣化

生成物の構造を赤外分光法や核磁気共鳴法により解析し

たところ、複数の構造の異なるカルボニル化合物が生成
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していることが分かった。酸化劣化反応に伴う CL スペ

クトルを測定してピーク分離を行い、一重項酸素および

励起カルボニルに起因する複数の発光ピークを検出した。

カルボニル化合物の安定性を考慮し、発光ピークと酸化

反応中の発光種の帰属に成功した。得られた知見を基に、

高分子材料の酸化劣化評価に着手した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］酸化劣化、化学発光、スペクトル 

 
［研 究 題 目］金属・有機構造体を用いた機能性分離膜

の開発 
［研究代表者］原 伸生（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］原 伸生（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究においては、新規な多孔性物質として注目され

る金属有機構造体（MOF）を用いた、機能性分離膜

（MOF 膜）の開発を進めている。MOF 膜の作製にお

いては、分離層の欠陥低減効果に優れる液相対向拡散法

を用いている。本研究においては、緻密な分離層を有す

る MOF 膜の作製、気体選択透過特性の解析、膜構造の

制御による気体選択透過特性の向上を目的としている。 

平成25年度は、金属有機構造体の一種である ZIF-8膜
の開発を行った。基材として多孔質αアルミナ中空管を

用いて液相対向拡散法による ZIF-8膜の作製を行い、緻

密な分離層を有する ZIF-8膜を作製した。単成分の気体

透過特性においては、酸素より大きな分子径の気体分子

の透過度が低下し、分子サイズの違いによる分子ふるい

効果が得られた。特に分子径が近く分離が困難なプロピ

レンとプロパンについて、分子サイズの微小な違いに基

づいた優れた選択透過特性（理想分離係数＞55）が得ら

れた。さらに、気体透過度の向上を目的として ZIF-8層
厚みの低減を行った。液相対向拡散法による ZIF-8膜の

作製において、溶液濃度と溶液濃度比を変えて反応物質

の反応性と拡散性の制御を行い、ZIF-8層厚みを80ミク

ロンから最小5ミクロンまで低減し、プロピレン透過度

の約2倍の向上を達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］膜分離技術、気体分離膜、金属有機構造

体 

 
［研 究 題 目］副生グリセリン利用を指向したキラル酸

化バイオプロセスの高度化と応用 
［研究代表者］佐藤 俊（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］佐藤 俊（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 再生可能資源から製造されるバイオ燃料の普及拡大が

進む中、その製造過程における副生成物の有効利用が課

題である。中でも、バイオディーゼル燃料の製造過程で

副生するグリセリン（副生グリセリン）は、グリセリン

以外の不純物（メタノール）を多く含むため、化学品等

の製造におけるグリセリン原料としての利用が難しい。

また、これまでにグリセリンを原料とする光学活性 D-

グリセリン酸のバイオ生産技術が開発されたが、メタノ

ールはグリセリン酸生産を阻害することが明らかになっ

ていた。本研究では、メタノールを含有する副生グリセ

リンの利用を目指し、メタノール資化性菌を活用したグ

リセリン酸生産技術の高度化、およびグリセリン酸の誘

導体化による高機能材料の創出を目的とする。 

 平成25年度は、グリセリン酸生産菌である酢酸菌の中

で、メタノール資化性のアシドモナス菌によるグリセリ

ン酸の生産を検討した。その結果、本菌はグリセリンか

らグリセリン酸を生産し、メタノール存在下でもグリセ

リン酸を良好に生産することが分かった。さらに、グリ

セリンとメタノールの濃度を最適化することで、グリセ

リン単独の条件よりも、メタノール存在下で高いグリセ

リン酸生産性を示す可能性を見出した。また、グリセリ

ン酸の誘導体化では、アシル化による両親媒性の誘導体

を合成した。その結果、本誘導体はアシル鎖長の選択に

より水溶性が向上することを見出し、新しい性質の両親

媒性化合物が得られることが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ライフサイエンス 
［キーワード］グリセリン酸、酢酸菌、微生物発酵、グ

リセリン、メタノール資化菌、両親媒

性化合物 

 

［研 究 題 目］パラジウム膜を用いて達成しうる最大水

素透過流束の評価 

［研究代表者］原 重樹（環境化学技術研究部門） 

［研究担当者］原 重樹、Alessio CARAVELLA  
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
パラジウム（Pd）膜は高分子膜や無機膜に比して高

い水素選択性および透過性能を有していることから燃料

電池に必要な水素の精製への利用が期待されている。

Pd 膜の水素透過流束は膜厚に反比例して増大するが、

そのうちに水素分子の吸着・脱離といった表面過程の影

響が顕著となって透過流束は限界に達すると考えられて

いる。しかしその実験的根拠は十分でない。そこで本研

究は有効表面積を小さくすることで表面律速の状況を作

り出し、Pd 膜で得られる水素透過流束の上限を実験的

に評価することを目的とした。有効表面積を小さくする

ために Pd 膜表面にリソグラフィーの技術を活用して銅

（Cu）のマスクを形成することを特長としている。 
スパッタリング法、電気メッキ法で Cu を被覆した

Pd 膜を作製してその水素透過特性を調べた。Cu 層に

開口のない試料において、当初水素透過性に大きな経時

変化が見られ、それが Cu の Pd 中への拡散に起因する

ことが判明した。そこで、安定した透過特性が得られる

よう層状構造を工夫し、Cu を他の元素に変えるなど試

み、マイクロメートルレベルの開口を有するマスクの作
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製に成功した。しかしながら、最大流束の評価には至ら

なかった。 
一方で、水素濃度による拡散係数や溶解度係数の変化

を調べるため新しい透過モデルの構築を行った。その結

果、水素透過係数が圧力に依存する非理想的な挙動の程

度を表す指標の提案に至った。これまで広く用いられて

いたが十分な理論的根拠のなかった指数則を使わずとも、

この指標を用いて理想からのずれを表現できることを示

すことに成功した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素、パラジウム、分離膜、燃料電池 

 
［研 究 題 目］短寿命代替フロン物質の地球温暖化ポテ

ンシャル新指標の開発 
［研究代表者］陳 亮、田村 正則 

（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］陳 亮、田村 正則（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 オゾン層破壊や地球温暖化の原因物質であるフロン及

びフロン代替物の全廃や排出削減が国際条約で定められ、

大気寿命の短い代替物質が次々に開発されている。これ

らの物質の地球温暖化ポテンシャル（GWP）の評価は

国内外の機関で行われ、IPCC の第4次報告書等で報告

されているが、現在の GWP の評価法は長寿命物質に適

した方法であり、そのまま現在開発が行われている短寿

命物質に適用するのは問題があるとの指摘もある。そこ

で、本研究では、大気寿命の短い物質にも適用可能な新

しい地球温暖化影響評価指標を開発することを目的とし

ている。 

産総研では、本研究の一環として GWP 評価に必要な

大気寿命と赤外域での吸収強度の評価を行っている。大

気中に放出された揮発性の物質は、主として OH ラジ

カルとの反応で大気中から除去されることから、大気寿

命は OH ラジカルとの反応速度から決定され、GWP の

評価を行うためには OH ラジカルとの反応速度を得る

ことが不可欠である。本年度は、引き続き、相対速度法

を用いて含フッ素オレフィンと OH ラジカルとの反応

速度の測定を行い、大気寿命を評価した。また近年、大

気モデル計算を用いない簡易的な GWP 計算法が報告さ

れていることから、一部の短寿命化合物について、この

簡易的な方法による GWP 値と大気モデル計算により求

めた GWP 値を比較し、一部には両者に優位と思われる

差があるものの、多くの場合はほぼ一致する結果が得ら

れることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］地球温暖化ポテンシャル（GWP）、フ

ロン代替物質、大気寿命、OHラジカル、

赤外吸収 

 
［研 究 題 目］分子制御による融合マテリアル形成の計

算科学シミュレーション 

［研究代表者］灘 浩樹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］灘 浩樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、バイオミネラリゼーションに倣いそれを

超える省エネルギー・省資源・低環境負荷材料「融合マ

テリアル」研究の理論的基盤を構築するために、有機分

子の無機結晶成長制御に焦点を当てた計算科学研究を実

施する。 

タンパク質やペプチド、ポリマーなどの有機分子は無

機結晶の成長を巧みに制御する機能を有しており、その

機能は歯や骨、貝殻真珠層の形成に代表されるように、

材料としても極めて優れた有機／無機複合体（バイオミ

ネラル）を生み出す源となっている。このような生物に

よる材料合成のしくみを人類が自在に応用することがで

きれば、自然と調和して永続的に発展可能な材料調和社

会の実現へ大きく前進すると思われる。本研究では、バ

イオミネラル形成の一連の過程における初期過程“有機

分子による無機結晶の成長制御”に焦点を当て、制御有

機分子の構造および成長制御機構の解明に絞り込んだ計

算科学シミュレーション研究を実施する。 

本年度は、炭酸カルシウムカルサイト表面におけるス

テップ成長時に形成されるキンク周辺における有機分子

吸着挙動を分子動力学シミュレーションにより解析し、

成長制御との関係を調べた。また、炭酸カルシウムのア

モルファスからの結晶化挙動およびそのマグネシウム添

加依存性と水分子添加依存性を分子動力学シミュレーシ

ョンにより解析し、不純物添加による結晶化制御メカニ

ズムを検討した。今後は、炭酸カルシウム以外の無機結

晶に対する結晶成長制御および核生成制御の研究も行っ

ていく計画である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］結晶成長、バイオミネラリゼーション、

炭酸カルシウム、計算科学、機能性分子 

 

［研 究 題 目］固体プラズマを利用した光応答性高分子

の創生に関する研究 

［研究代表者］黒澤 茂 

［研究担当者］田中 睦生（バイオメディカル研究部 

門）、佐藤 浩昭、青木 寛、 

愛澤 秀信、王 正明、近藤 伸一（岐

阜薬科大学）、笹井 泰志（岐阜薬科大

学）（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

メカノケミカル反応を用い常温・常圧での固相反応の

下（固体プラズマを開始剤とするため溶剤・重合開始

剤・反応停止剤を使わず）に生体適合性と溶媒分散性に

優れた MPC ポリマーを主成分としフラーレン、および

金属フタロシアニン誘導体を光変換分子成分とする光治

療用高分子材料を数時間内で合成し、その高分子が溶液
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中で形成する光応答性高分子ミセルが近赤外光や X 線

照射により一重項酸素を効率的な生成する光応答性及び

光線力学的治療用途の性能を探索する。 

メカノケミカル固相重合は、溶媒や開始剤を用いずに

モノマーのみで定量的に進行し、かつ分子量分布の狭い

高分子が得られることより、高分子ミセルの素材となる

両親媒性ブロック共重合体合成にとって大変有用な方法

と言える。本研究では、生体適合性を有し、光応答性を

付与した機能性高分子ミセル開発を目指す。平成25年度

の研究成果をまとめると以下の2点となる。 

1. メカノケミカル固相重合により糖のビニルモノマー

を親水部とする両親媒性ブロック共重合体を合成し、

pH 応答性の高分子ミセルを構築した。本高分子ミセ

ルは、モデルがん細胞に取り込まれるとともに、リソ

ソームなどの酸性部位において、薬物を放出すること

を見出した。 

2. フォトクロミック分子を疎水部に導入した両親媒性

ブロック共重合体をメカノケミカル固相重合により合

成した。本ブロック共重合体により構築した高分子ミ

セルは、紫外線照射により内包する薬物を放出するこ

とが明らかになった。本知見は、今後の光治療用高分

子ミセル創成の基礎的知見として、有用であると考え

られる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］メカノケミカル反応、メカノケミカル重

合、高分子ミセル 

 

［研 究 題 目］温室効果ガス観測衛星「いぶき」による

発生源解析のための局所 CO2輸送モデル

の開発 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、村山 昌平、石戸谷 重之、 

髙根 雄也（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研で開発した局所 CO2輸送モデルと東大の

NICAM とのインターフェースを作成した。昨年度組み

込んだ生態系 CO2収支モデを用いて中央日本の領域で

試計算を実施した。岐阜県の高山市にある産総研の長期

観測ポイントである高山サイト（TKY サイト）での観

測結果と夏期について比較した結果、モデルの一次生産

量（GPP）が過大評価となった。 

 TKY サイトにおいて、CO2フラックス・濃度、酸素

同位体比 δ18O、気象等の観測を継続して行った。モデ

ルの精緻化のためには、土壌呼吸と夜間の生態系呼吸の

経験式のさらなる改良が必要であることが示唆された。

東京における CO2輸送量の測定サイトで連続測定を継

続しその季節変化および晴天日の日変化を解析した。質

量分析計を用いた大気 O2および CO2濃度の高精度連続

観測装置を開発し大気の連続観測を行ない、観測した空

気塊に影響している化石燃料の種類を推定した。炭素循

環の衛星観測と地上観測・モデルとの統合化についての

国際ワークショップを岐阜県高山市で開催した。地球惑

星科学連合大会で Group on Earth Observation
（GEO）の炭素 task のセッションを主催し、これをふ

まえて世界気象機関（WMO）で開催された GEO 炭素

task meeting で成果発表等を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、局所輸送モデル、酸素同位

体比、都市の二酸化炭素フラックス、

GEO 
 

［研 究 題 目］乾性沈着表面抵抗の定量法の開発 

［研究代表者］忽那 周三（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］忽那 周三、小池 和英、瀬戸口 修、 

陳 亮（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 大気質モデルで現在用いられている乾性沈着表面抵抗

は、水への溶解性等のみを指標としたスケーリング法に

より評価されている。本研究は、アルデヒド類のスケー

リング係数の改良方法を提案して大気質モデルの改良に

資することを目的とする。 

 撹拌装置にアセトアルデヒドを含む試料ガスを矩形パ

ルス状に導入して観察した時間応答曲線をモデルを用い

てフィッティングして、アセトアルデヒドの土壌成分へ

の沈着表面抵抗を吸着と分離し、相対湿度20-80%の範

囲で決定した。土壌成分の水分量の測定値を用いて、決

定した沈着表面抵抗または吸着の速度を、昨年度までに

二相フロー法で測定したアセトアルデヒドの水表面への

物質移動速度と比較した。 

 水クラスターからなるアルデヒドの水和反応（gem-
ジオール生成反応）モデルを構築した。ジオール生成を

導くアルデヒドへの水素移動反応は、水分子の配向に依

存し、段階的または協奏的反応の2つの異なるモデルで

記述される。アルデヒド類の水和反応の活性化エネルギ

ー及びジオール生成自由エネルギーに対して、いずれの

モデルも計算と実験値の間に0.99以上の相関係数をもつ

線形関係が成立した。この関係を用いて、実験値のない

アルデヒド類の水和反応の活性化エネルギーを得た。さ

らに、気液界面（水表面）とバルク水（水中）の反応性

を比較した結果、上記水素移動反応は協奏的機構よりも

段階的機構が優先し、また水表面の反応性がバルク水よ

りも高いことを見出した。アルデヒド類の水和反応性は、

水表面での水の配向性に大きく依存し、水表面での反応

性がバルク水より卓越する機構は、関連する H3O+の結

合角の小さな変化により説明できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］アルデヒド、水和反応、物質移動係数、

大気質モデル 

 

［研 究 題 目］白金族抽出における外圏サイズ認識効
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果の解明及び新規分離試薬開発 

［研究代表者］成田 弘一（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］成田 弘一、田中 幹也、森作 員子 

（常勤職員2名、他1名）、元川 竜平 

（日本原子力研究開発機構） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 白金族の中で有効な工業用分離試薬が存在しないオク

タヘドラル構造を持つ白金族クロロアニオン錯体の新規

分離試薬の開発、及び白金族抽出錯体の内圏及び外圏構

造測定による抽出機構解明を目標とする。 

研究計画： 

 本研究では、新規抽出系における白金族イオンの抽出

分離挙動の把握に加え、X 線吸収微細構造（XAFS）法

と中性子小角散乱（SANS）法を用い、内圏における錯

形成と外圏におけるイオン対形成を相互に観察しながら

白金族イオンの抽出機構を明らかにすることで、新規抽

出剤の設計・開発を行う。 

年度進捗状況： 

 N-n-ヘキシル-ビス（N-メチル-N-n-オクチル-エチル

アミド)アミン（BisAA）抽出系及びトリ-n-オクチルア

ミン（TOA）－N,N’-ジメチル-N,N’-ジ-n-オクチル-

チオジグリコールアミド（TDGA）協同抽出系における、

塩酸溶液からのルテニウム及びロジウムの抽出挙動の比

較を行った。いずれの抽出系も塩酸濃度5 M 未満では、

Rh（III）が Ru（III）よりも高い抽出率を示すが、5 

M 以上では Rh（III）抽出率の大幅な減少により Ru
（III）の抽出率が上回った。これは、Ru（III）クロロ

錯体における塩化物イオンの方が同様の Rh（III）錯体

のそれに比べて、抽出剤分子等と交換し易いことを反映

していると考えられる。 

 また、米国オークリッジ国立研究所（ORNL）に設置

されている中性子小角散乱装置（EQ-SANS）を用いて、

(1)有機配位子 BisAA－オクタノール混合溶液、

(2)BisAA がオクタノール中で塩酸と相互作用した溶液

及び(3)BisAA がロジウム及び白金のクロロアニオンを

抽出したオクタノール溶液について測定を行った。それ

ぞれの測定データを定量的に分析し比較することで、白

金族クロロアニオンの抽出溶液についてその微視的構造

を検討したところ、白金族イオンの内圏ではオクタへド

ラル型の白金族クロロアニオン錯体が形成され、その外

側（外圏）において BisAA と白金族クロロアニオン錯

体とが相互作用して会合体をつくることが示唆された。

得られた小角散乱プロファイルを定量的に解析したとこ

ろ、外圏では約2分子の BisAA が楕円状のシェル層を形

成しており、ナノサイズ（長軸：3 nm、短軸：0.6 

nm）の粒子が溶液中に一様に分散していると推測され

る。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］白金族、抽出錯体、溶媒抽出、抽出剤 

［研 究 題 目］酸素安定同位体連続観測と群落多層モ

デルを用いた森林生態系の呼吸・光合成

の分離評価 

［研究代表者］村山 昌平（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、村山 昌平、石戸谷 重之 

気象研究所：松枝 秀和、坪井 一寛 

北海道大学：渡辺 力 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、酸素安定同位体の同位体分別が光合成と

呼吸で異なることを利用して、フラックス観測で得られ

る正味の大気－森林生態系間二酸化炭素（CO2）交換量

を光合成と呼吸に高精度に分離評価する手法を確立する

ことを目的とする。この目的のために、H25年度は、同

位体連続観測システムの開発、森林サイト（飛騨高山サ

イト）における現場観測および群落多層モデルの改良を

進めた。 

 同位体連続観測システムについては、光源を耐久性が

改良されたレーザに交換したが、その結果、従来のもの

とレーザの使用温度や射出光の広がり角度等の仕様が大

幅に変更になったため、光学系の改造を行った。 

 飛騨高山サイトでの現場観測に関しては、年間を通し

て森林上におけるフラックス、森林内外の CO2濃度、

気象要素の連続観測データを取得し、現地訪問時に大気、

水等の試料採取を継続して実施し、質量分析計により同

位体比分析を行った。これまでに得られたデータより、

夜間の土壌呼吸、葉呼吸、生態系呼吸（全呼吸）で放出

される CO2の酸素安定同位体比を求め、さらに生態系

呼吸に占める、土壌呼吸、葉呼吸の割合を算出し、着葉

期におけるその季節変化を調べた。 

 群落多層モデル MINCER に関しては、大気中 CO2濃

度の時間変動・鉛直分布の再現性の改良を継続して進め

た。林内の鉛直混合のパラメータを変更した結果、改善

が見られたが、依然として夜間に地表付近の濃度が高す

ぎたり、逆に鉛直濃度差が小さすぎたりする場合が見ら

れたため、今後、原因を調べて改良を進め、当森林の炭

素循環素過程の分離評価の高精度化を図る。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭素循環、安定同位体、群落多層モデル、

森林生態系、レーザ分光 

 

［研 究 題 目］生体環境高分子の動的立体構造分析技

術の研究 

［研究代表者］和泉 博（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］和泉 博（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 環境負荷物質の健康影響は、アスベスト、粒子状物質

（PM）、シックハウスなどにみられるように、異物が

体内にとりこまれることが大きく関わっている。その際

に起こる免疫反応や DNA 構造変化を中心に、コンフォ
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メーションの解析ツールを活用し、化学物質の構造活性

相関の視点から明らかにする研究を行う。具体的には、

赤外円二色性（VCD）解析から派生した立体配座コー

ドを第一原理計算法に拡張し、X 線結晶構造解析等の計

測手法に組み込む基盤研究を行う。1000個を目標に生体

高分子の立体配座コード構造データのデータベース化を

行い、活性と相関を持った共通する動的構造因子を特定

するとともに国際基準への採用を目指した活動を行う。 

タンパク質3D 立体構造にむけた超二次構造コード

（SSC）を開発し、7494サブユニットの立体配座コード

構造データをもつデータベースを作成した。本コード化

解析手法をβカテニンのアルマジロリピートに適用した

ところ、hhshshh という非常に特徴的な構造フラグメ

ントをもつことが見いだされ、アルマジロリピート構造

を特定する構造因子として利用できることがわかった。

また、自己／非自己の認識にかかわる免疫性因子のもつ

特徴的な超二次構造（球状タンパク質に繰り返しみられ

るフラグメント構造）を見出した。免疫性因子に共通す

る超二次構造フラグメント（shhshss）は、リウマチ性

因子だけではなく、肺胞蛋白症 GM-CSF 自己抗体やバ

セドウ病 TSH 受容体抗体にも存在していなかった。 

さらに、VCD 分光解析の成果を活用し、製薬企業に

立体配座探索手法を技術移転した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］データマイニング、超二次構造、タンパ

ク質、ループ構造、構造アライメント、

コンフォメーション、赤外円二色性 

 

［研 究 題 目］降水試料濾過フィルターを用いた元素

状炭素粒子の現在・過去の地表面性沈着

量評価 

［研究代表者］兼保 直樹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］兼保 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］  

 地方自治体での酸性雨測定の際に前処理に使用されて

いる濾過メンブラン・フィルターに保持された元素状炭

素を測定する手法を確定し、バックグラウンド地点（北

海道利尻島）および都市域（札幌市）における過去のバ

ルク（湿性＋乾性）沈着量レコードを復元しつつある。

利尻島でサンプル採取されている1997～2001年、2008～

2012年の期間について分析が終了し、札幌についても

1997～2001年、2011～2012年までの分析を終了した。 

 大都市である札幌と、きわめて人口密度の低い利尻で

の元素状炭素沈着量の差は予想外に小さく、多い年でも

札幌は利尻の2倍程度である。また、年による変動が大

きいが、そのパターンは両地点できわめてよく類似して

いる。すなわち、大気中から地表面に主として沈着を起

こすメカニズム（湿性沈着）の支配要因（降水量などの

気象要素）、および両地点への長距離輸送による到達量

により沈着は支配されており、札幌で発生した都市起源

の元素状炭素粒子がその場に沈着する量はあまり多くな

い。また、2000年、2001年の年間沈着量が突出して大き

く、特に2001年の利尻における月間沈着量に4～5月に顕

著なピークが見られ、シベリア森林火災の影響を大きく

受けたものと考えられる。年間沈着量である10～

50mg/m2/y の値は、先行する数値モデル研究による北半

球中緯度帯での計算値と整合的である。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］大気エアロゾル、長距離輸送、元素状炭

素、沈着フラックス、雪氷面アルベド、

化石燃料燃焼、バイオマス燃焼 

 

［研 究 題 目］スマートパーティクルセンシングデバ

イスの開発 

［研究代表者］野田 和俊（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］野田 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 大気中の浮遊粒子状物質（SPM）、特に PM2.5など

について水晶振動子を利用した微量天秤測定手法

（QCM）を応用して、特別な付加装置を使用すること

なく SPM を電極表面へ付着させるリアルタイム計測手

法の検討を行った。 

 今年度は、引き続き SPM が付着しやすい高分子膜の

作成とその評価を行った。検知膜を成膜するベースとな

る電極金属の種類の違いによっても成膜が異なることか

ら、金電極以外の各種電極を利用しプラズマ重合やディ

ップ法、スピンコート法などで作成して吸着検知特性を

求めた。今年度はペンタフルオロスチレン系の薄膜を中

心に試験を行った。その結果、昨年度実施したポリテト

ラフルオロエチレン系の薄膜との差はあまりなく、プラ

ズマ重合膜の有効性が示された。この薄膜もエタノール、

アセトンなどの VOC に対する検知感度は比較的小さく、

湿度に対する影響も比較的小さいことが分かった。 

 これらの結果をもとに、SPM が多い作業環境に自然

通気状態で一定期間放置し、その吸着特性について調査

を始めている。 

 SPM 測定では測定流量が重要な要素となっている。

一般的には500ml～1000ml/min が主である。このよう

にサンプル量が多い場合は問題ないものの、少ないサン

プルの場合は課題が考えられるため、測定流量が少ない

場合の吸着特性についても検討を行った、その結果、

500ml 以下では吸着量がかなり少なく、QCM 検知が難

しいことが示された。通気上の流路特性が異なっている

可能性もあるため、この点を中心に引き続き検討する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］センサ、スパッタリング、水晶振動子、

パーティクル、プラズマ 

 

［研 究 題 目］ハイブリッドゲルによる新規陰イオン吸

着剤の開発 
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［研究代表者］日比野 俊行（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］日比野 俊行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

吸着剤としての繰返し使用の知見を得るため、層状複

水酸化物（LDH）において、炭酸型 LDH と塩化物イ

オン型 LDH の間での変換を繰り返した。ここで、炭酸

型 LDH は層間陰イオンとして炭酸イオンを含有する

LDH、塩化物イオン型 LDH は層間陰イオンとして主

として塩化物イオンを含む LDH である。塩化物イオン

型 LDH は、陰イオン吸着剤として使用できるタイプの

LDH で、炭酸型 LDH は、層間イオンを炭酸イオンで

脱着処理した後を想定したタイプの LDH である。炭酸

型 LDH を、近年報告のあった組成を調整した酸溶液で

処理する方法によって、塩化物イオン型 LDH に変換し

た。その後、塩化物イオンを炭酸ナトリウム水溶液に浸

して脱着して炭酸型 LDH に再変換した。この処理を繰

り返して行い、結晶性による相違を明らかにした。複合

体では、比較的結晶性が低い LDH となる。結晶性が低

い場合、炭酸型 LDH から塩化物イオン型 LDH への変

換の際に、同じ水溶液系の処理液では、高結晶性 LDH
に比べて、脱炭酸効率が悪く、塩化物イオンへの置換率

が低くなるとともに、LDH の部分溶解の量も多いこと

が分かった。塩酸水溶液とエタノールの混合液での処理

では、低結晶性 LDH の部分溶解を抑えられ、良好な条

件で繰返し処理を行っていった場合には、この塩酸水溶

液－エタノール混合液は低結晶性 LDH に有効であるこ

とが示唆された。また、風乾により、ハイブリッドゲル

複合体を減量して使用する検討を行った。乾燥前重量当

たりでの吸着量で比較すると、風乾サンプルは能力が低

下していたが、一定の吸着能力は示すため、重量の大幅

な低減によるメリットはあることが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ハイブリッドゲル、層状複水酸化物、吸

着剤、イオン交換 

 

［研 究 題 目］垂直細孔配列メソ多孔体膜付着グラフェ

ンナノ複合体／複合膜の創製 

［研究代表者］王 正明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］久保 史織、吉澤 徳子 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 高い電気伝導性を持つグラフェン層の両側面に規則構

造性メソ細孔シリカのメソチャンネルが垂直に配向成長

した高電導・不導体ナノ接合体の創製に成功したが、そ

の生成機構が未解明である。このナノ接合体の生成機構

を解明し、多様なナノ構造性付与できれば分子ふるい性

高性能センサー、分子選択的電気化学的反応媒体、薬物

所包材など、多岐の分野における応用が見込まれる。本

研究では、グラフェン酸化物、界面活性剤、無機酸化物

源の三元分散系における自己組織化メカニズムを、合成

条件による複合構造変化や界面ミセル構造の直接観察か

ら解明し、グラフェン層の厚みとポアサイズを制御した

垂直細孔配列メソ多孔体・グラフェン複合体の合成法を

確立する。H25年度において主に研究項目「合成手法の

確立」に従事した。この研究項目においてメソポアのサ

イズ制御、PMS 膜の厚み制御などを主たる目標とした。

長鎖アルキル四級アンモニウム界面活性剤の鎖長を変化

する（アルキル基の炭素数を変化する）ことによりメソ

ポアのサイズ制御が可能であることが明らかとなった。

反応温度、時間、組成比などの諸条件の中、反応時間が

主に PMS 膜の厚みに影響を与え、反応時間が3時間か

ら1週間を変えることにより、膜厚が12nm から40nm ま

で制御可能であることが分かった。このように複合体の

構造解析と共に垂直ポア配列が実現できる最適条件を探

り出すことができるようになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］グラフェン、規則性メソポーラスシリカ、

垂直配列、複合体 

 

［研 究 題 目］電気化学的手法を用いた廃棄物系有機物

からの高純度水素の製造技術の開発 

［研究代表者］加茂 徹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］加茂 徹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、多様な廃棄物の中で塩素や臭素等の有害

なハロゲン化合物等を多く含み、処理が困難な使用済み

電子機器中のプラスチックから電気化学的な手法を用い

て燃料電池用の高純度水度を1段で製造するプロセスを

開発することを目的としている。使用済み電子機器には、

ニッケル等の水蒸気ガス化触媒や多孔質電極材とし利用

できる金属も多く含まれている。初年度は、水蒸気ガス

化に対する反応系内に共存するニッケル微粒子の影響お

よび溶融塩浴に電極を隣接させるために反応器の開発を

検討した。①ニッケル微粒子存在下でフェノール樹脂を

水蒸気ガス化するとニッケル微粒子が触媒となって

650℃程度の比較的低温でもガス化が促進され、水素お

よび二酸化炭素の生成が確認された。また、混合炭酸塩

中にニッケル微粒が共存しても同様の触媒作用が観測さ

れ、使用済み電子機器を水蒸気ガス化することによって

タール等の炭素質残渣をほとんど含まない金属を回収す

ることができることが確認された。②固体酸化物電解質

に炭酸溶融塩浴を接合し、水蒸気を炭酸塩に吹き込みな

がら700℃で試料を水蒸気ガス化し、生成したガスをエ

ネルギーとして固体電解質表面に電位差を発生させる反

応装置を試作した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

 

［研 究 題 目］金属との相互作用を活用したグラファイ

ト状窒化炭素の特性制御 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(809) 

［研究代表者］佐野 泰三（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］佐野 泰三、筒井 咲子、堀 智子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 可視光に応答する新しい光触媒として期待されるグラ

ファイト状窒化炭素（g-C3N4）の高活性化を目指し、

グラファイト状窒化炭素への金属複合化手法を検討した。

グラファイト状窒化炭素に含まれるアミノ基やシアノ基

との相互作用のある Ru, Zn, Pd, Fe 等のイオンが添加

しやすいと期待され、これらの金属を中心に研究を進め

た。窒化炭素の前駆体であるメラミンと金属塩を混合し

て約550℃で重合させる乾式高温重合法の検討では、ア

ンモニアおよびアルゴン雰囲気での重合を試みたが、グ

ラファイト状の層状構造や特異な光吸収特性を有する化

合物は合成できなかった。金属イオンを含む水溶液中で

グラファイト状窒化炭素を加熱（約150℃）する水熱添

加法の検討では、Ru や Fe のアセチルアセトナート錯

体の水溶液を用いると、グラファイト状窒化炭素とは異

なる蛍光特性の針状の有機結晶が得られることが見いだ

された。しかし、元素分析や X 線光電子分光の結果から、

取り込まれた金属イオン重量は窒化炭素に対して数%未

満と見積もられ、窒化炭素を構成するポリマーの単位ユ

ニットレベルで金属を取り込んでいるのではないと推察

された。グラファイト状窒化炭素を剥離・微細化した後

に金属を添加して複合体を形成する再構成法の検討では、

窒化炭素を濃硫酸やアミンを含む溶媒に溶解することに

成功し、今後の金属との複合化に有効な技術と期待され

る。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］グラファイト状窒化炭素、可視光応答型

光触媒、空気浄化、有機半導体 

 

［研 究 題 目］リボソームタンパク質を指標とするアス

ペルギルス症原因菌の新規系統分類 

［研究代表者］佐藤 浩昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］佐藤 浩昭、中村 清香 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 アスペルギルス症原因菌の一種である Aspergillus 
fumigatus 及びその関連菌種は、抗真菌剤に対する感受

性が異なるため、特に医真菌学の分野でこれらの迅速か

つ正確な種レベルでの分類が求められている。そこで本

研究では、質量分析法を用いて約80種類のリボソームタ

ンパク質（ RP ）をバイオマーカーとした、 A. 
fumigatus 関連菌種の新しい分析法を開発する。平成25

年度は、正確な菌種同定の基準となる分子量リストの作

成と検証を行った。ゲノム解読株の RP の翻訳アミノ酸

配列や遺伝子の塩基配列の情報を公共データベースから

入手し、分子量を計算した。ここで、公共データベース

に登録されている RP のサブユニットタンパク質の番号

に混乱が見られたため、相同性解析を行いながら酵母の

RP に対して提案されている番号に付けなおした。次に、

各ゲノム解読株のリボソームタンパク質を抽出・超遠心

法による簡易精製法を検討し、得られた RP を質量分析

した。その結果、半数以上のリボソームタンパク質の観

測質量が計算質量と一致せず、公共データベースに登録

されている情報が誤っていることを見出した。その原因

として DNA 配列のイントロン／エクソン領域の誤判定

により、CDS 領域が誤ってアノテーションされている

ことを明らかにし、配列情報鵜を修正して A. 
fumigatus のほぼすべての RP の発現質量を確定し、

MALDI-MS を用いた A. fumigatus の迅速同定を行う

ための基準質量リストを完成した。次年度は、本法を用

いて薬剤耐性が異なる A. fumigatus 関連菌種の識別を

行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］Aspergillus fumigatus、リボソームタ 

ンパク質、質量分析 

 
［研 究 題 目］未知環境微生物群の機能強化による重金

属汚染土壌のオンサイト修復技術の開発 

［研究代表者］堀 知行（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］堀 知行（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、重金属汚染土壌におけるセレン還元反応

（Se6+［拡散性・有毒］→Se4+［非拡散性・有毒］→

Se(0)［非拡散性・低毒性］）に関与する未知環境微生

物群の実体を解明し、当該汚染土壌の分子診断法および

修復活性化法を提案することを目指す。本年度は、重金

属汚染サイトでセレン還元を実際に担う環境微生物群を

次世代シーククエンサー解析により同定した。セレン汚

染サイトから採取した土壌を前培養に供し、当該土壌微

生物群の代謝を活性化させた。さらに Se6+を電子受容体、

酢酸を電子供与体とする嫌気培養試験を行った。対照区

として、1）オートクレーブ滅菌した当該汚染土壌に同

様の基質を添加した系、2）当該汚染土壌に電子供与体

（酢酸）を加えるものの電子受容体（セレン）を添加し

ない系、の2種類を用意した。セレンの酸化還元動態の

把握には ICP-AES と化学還元処理を組み合わせた方法

を用い、酢酸濃度は HPLC により測定した。その結果、

嫌気培養試験期間において Se6+濃度の減少が観察され、

それに連動して Se4+濃度の上昇と酢酸分解が起こった。

さらに生成された Se4+は次第に減少していき培養終了時

にはほぼ検出されなくなった。対照区では、そのような

変化が見られないことから、セレンは土壌に内在する環

境微生物群により還元されることが示された。培養土壌

を経時的に採取し、DNA 抽出後、16S rRNA を標的と

した PCR および次世代シークエンスに供したところ、

セレン還元が観察される時期に脱ハロ呼吸細菌として知

られる Dechloromonas 属の新規細菌群が大幅に増加し
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ていた。さらに Bacillus 属細菌も対照区と比べ有意に

上昇していた。これまでに Bacillus 属細菌のいくつか

はセレン還元を行うことが報告されている。本研究によ

り、新規な環境微生物群が重金属汚染土壌におけるセレ

ン還元に関与しており、当該汚染土壌の分子診断や修復

活性化に中心的役割を担うことが強く示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］未知環境微生物、重金属汚染、バイオレ

メディエーション 

 

［研 究 題 目］希酸溶液による廃棄物含有貴金属の溶解

に関する研究 

［研究代表者］古屋仲 茂樹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］古屋仲 茂樹、菅原 淑子、 

藤木 由美子（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では毒・劇物を使用しない穏やかな条件下で貴

金属を溶解させることで、リサイクル現場で活用可能な

安全かつ高効率な貴金属溶解技術の開発を目指している。

今年度は、湿式粉砕過程における基礎的溶解特性の解明

を目的として、前年度に引き続き、金、パラジウムのメ

タル粉を0.5mol/dm3の濃度の希塩酸と二酸化マンガン

に混合して、所定時間撹拌混合させてこれら貴金属の浸

出挙動を調べた。今年度、得られた主な結果は以下の通

りである。 

 貴金属の浸出速度について遊星ボールミルを用いた場

合とボールミルを用いた場合を比較した結果、遊星ボー

ルミルを用いた方が浸出速度は高く、最終的な溶解量も

高いことが判った。また、通常のボールミルを用いた場

合、ボールの充填量の増加に伴い Au の浸出率は増加し

た。ボールの充填によってよく撹拌された二酸化マンガ

ンの溶解促進（塩素ガスの発生促進）、Au の微粉砕や

活性向上が起こり浸出率が増加したことが示唆された。 

0.5mol/dm3の塩酸に NaCl により錯体形成剤である Cl-

を供給した浸出液を用いた溶解試験を行ったところ、

NaCl2g を添加した系において、浸出時間2時間で Au
の浸出率が100%（添加なしでは3時間で70%）となり、

NaCl により浸出液中の Cl-濃度を増加させることが浸

出速度の向上につながることが判った。 

 電子基板に含まれる Au 及び Pd の溶解法の検討とし

て、破砕・物理選別等で貴金属・レアメタルを一次濃縮

した試料を対象に浸出実験を行ったところ、多量に存在

する銅やニッケルなどの溶解に塩酸が消費され、貴金属

の浸出速度は大きく低下した。このことから本溶解法の

前処理として銅などの金属を十分に除く必要性が確認さ

れた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リサイクル、貴金属、粉砕、溶解、希酸 

 

［研 究 題 目］硫酸イオン活性化機能をもつ環境浄化用

触媒の開発 

［研究代表者］忽那 周三（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］忽那 周三（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］  

 本研究は、硫酸イオン活性化機能（環境条件下で硫酸

イオンを硫酸イオンラジカルに変換し、硫酸イオンラジ

カルにより直接または間接的に汚染物質を除去する機

能）をもつ環境浄化用触媒の開発を目的とする。H25年

度は、反応速度は遅いものの、光照射下で上記機能をも

つことが報告されている金属の硫酸錯イオンについて、

光反応による硫酸イオンラジカルの生成効率を調べるた

めの測定装置の整備と予備実験を行った。 

 拡散反射可視紫外分光測定装置を整備し、試料セル部

分を加熱排気または加湿気体の流通により粉末試料の含

水率を変化させることができる構造とした。また、閉鎖

循環式反応装置を用いて、硫酸イオンを過剰に含む金属

の硫酸錯イオン水溶液に光照射（地上に到達する太陽光

の波長領域である300nm 以上の波長領域の光照射）を

行い、金属の硫酸錯イオンからの硫酸イオンラジカル生

成を確認する予備実験を行った。硫酸イオンラジカルの

捕捉剤としてトリフルオロ酢酸イオンを添加し、

CF3OOCF3等の気相生成物を多重反射セルとフーリエ変

換赤外分光光度計を用いて観察したが、硫酸イオンラジ

カルの生成を確認できなかった。一方、試料水溶液中の

金属の硫酸錯イオンが光照射によりわずかに消失するこ

とを、320nm 付近の吸光度の減少により確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］環境浄化、硫酸イオンラジカル、光触媒、

拡散反射 

 
［研 究 題 目］地下圏炭素・エネルギー動態に関与する

中核微生物群の同定と新機能解明 

［研究代表者］堀 知行（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］堀 知行（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、これまでの分子系統解析から存在は知られ

ているものの、未だ実体の明らかでない「地下圏炭素・

エネルギーフラックスの根幹反応を担う未知微生物群」

の生理生態を、独自に着想した分離培養技術に加え、

Stable Isotope Probing（SIP）と次世代シークエンス

との融合によって明らかにし、これら中核微生物群の新

機能解明を通して、今なお進行しつつあると推定される

メタンハイドレートやナノパイライトの形成などの地下

物質ダイナミクスの根本的理解を目指すものである。こ

こで標的とする炭素基質「CO2、メタン、酢酸（代表的

な C1, C2化合物）」とエネルギー基質「鉄（地球第4位

の構成元素）」は地球を構成する根源物質であるため、

その代謝に関わる未知微生物群の実体解明は、地下圏の

生命活動全体を紐解くことに直結する。なお本研究には、

2012年統合国際深海掘削計画第337次研究航海（IODP 
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Expedition 337）「下北八戸沖石炭層生命圏掘削」に自

ら乗船し取得した海底地下コア試料および海底堆積物試

料を主として用いる。本年度は、海底地下コアにおける

微生物菌体量の乏しさを打開するため、コア試料をその

まま解析するのではなく、研究の第一ステップとして中

核微生物群の集積培養系を構築した。IODP337で採取

された異なる深度の海底コア試料15種を微生物接種源と

して用い、メタン生成菌、還元的酢酸生成菌、鉄還元菌

などを標的とした44の培養条件を設定することで、660

種の微生物集積系を構築し、さらに数ヶ月の培養を経て

行った2度の継代により、合計で約2000種の集積培養物

を取得することに成功した。また1代目の集積培養系の

化学分析の結果、いくつかの微生物集積系からメタン生

成や鉄還元、還元的酢酸生成などの重要な生物地球化学

的反応が観察された。これまでに次世代シークエンサー

を用いた微生物群集構造解析の立ち上げ・最適化を終え

ており、今後、当該地球化学的反応を担う未知微生物群

の推定を行っていく予定である。さらに SIP と次世代

シークエンサーの融合による未知微生物群の高感度機能

同定法の確立に向けた事前検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地下圏炭素・エネルギー動態、微生物分

離培養、Stable Isotope Probing、次世

代シークエンサー 

 

［研 究 題 目］北極海海氷・周辺氷河融解による有害化

学物質再放出現象の定量的評価研究 

［研究代表者］谷保 佐知（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］谷保 佐知、山下 信義、山﨑 絵理子

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 （独）海洋研究開発機構の「みらい」MR13-06航海

に参加し、北極海カナダ海盆、ポーフォート海、チャク

チ海、ベーリング海、北部北太平洋で、表層海水、深層

海水および海氷の採取を行った。深層海水試料は CTD
ロゼッタ採水（ニスキン）を用い、表層から深層まで、

15層前後を各1リットル採取した。また同時に「大気試

料低温捕集装置」をコンパスデッキからの大気捕集用配

管と接続し、航路中の非汚染大気の採取を行い、スペシ

メンバンクの充実化を図った。 

 採取した水試料は、申請者が開発した国際標準分析法

ISO25101に準じて、固相抽出・液体クロマトグラフタ

ンデム質量分析計を用いて行った。しかし、PFBA な

ど一部の短炭素鎖の PFASs については、ISO25101の固

相抽出法を用いると、海水試料からは十分な回収率が得

られなかった。そのため、一連の PFASs についても十

分な抽出効率が得られる新たな固相抽出カードリッジを

開発し、海水試料についてはこの方法を用いて分析を行

った。 

 その結果、北極海海水は南極海海水に比べ、PFASs

が数倍から数十倍高濃度で存在することが分かった。ま

た大気試料中の揮発性を有する PFASs を測定するため、

ガスクロマトグラフタンデム質量分析計を用いた分析法

の開発として、測定条件の検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］北極海、氷河融解、PFOS 
 

［研 究 題 目］大気圧プラズマ由来ラジカル種の触媒等

固体表面における反応機構解明 

［研究代表者］寺本 慶之（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］寺本 慶之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 大気圧プラズマ由来ラジカル種の触媒等固体表面にお

ける反応機構解明を目的とし、固体表面極近傍ラジカル

種の計測手法確立を行った。これまでの研究において固

体表面を這うプラズマ中（沿面放電）ラジカル種を正確

に計測した例はなかった。初年度研究では表面反応に大

きく関与すると予測される、固体表面から100µm 以下

の領域に生成されたラジカル種に焦点を当てその挙動観

測を行った。ラジカル種の計測にはレーザー誘起蛍光法

（LIF）を使用した。本研究では従来手法に加え新規計

測手法を用いた。新規手法は従来手法で問題となるラジ

カル計測領域と固体表面とのギャップ（未計測領域）を

解消し、固体表面極近傍ラジカル種の詳細な計測が可能

である。計測対象は酸化反応において重要な役割を果た

していると考えられている OH ラジカルとした。大気

圧プラズマには加湿空気中パルス誘電体バリア放電を用

いた。新規計測手法を用い固体表面から100µm 以下の

領域で生成された OH ラジカルの密度分布及び時間変

化を観測した。実験結果から OH ラジカルは固体表面

から約100µm の領域で主に生成され、生成領域の厚み

は約300µm であることが分かった。また時間変化から見

積もった沿面放電ストリーマ中 OH 局所密度は数十

ppm 程度であり、コロナ放電とほぼ同等の密度である

ことが分かった。投入エネルギー増大に伴い OH 生成

量が線形に増加したが、ストリーマ中局所密度に大きな

変化は見られなかった。これより、投入エネルギー増大

に伴いストリーマ領域が上昇することが OH 生成量増

加の要因と考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］大気圧プラズマ、ラジカル、触媒、レー

ザー計測 

 

［研 究 題 目］放射性降下物大気輸送モデリングと移行

過程の理解 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度は特に事故初期における放射性物質の拡散・沈

着に関して、環境データとシミュレーションにより推定
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できることを順次記述していくことを行った。はじめに

Katata et al.（2012）の発生源情報を用いて3月15日の

放射性物質の拡散と沈着の計算を実施した。計算に用い

ているモデルは AIST-MM で、関東から南東北を含む

約600km 四方の第一領域の結果を用いて福島第一原子

力発電所を中心とした約300km 四方の計算を約1km の

格子間隔で one-way nesting により計算した。AIST-
MM は降水過程を含まないため、降水量はレーダー・

アメダス解析雨量を用いた。外側領域の気象の境界条件

は GPV/MSM の3時間毎の計算の初期値を用いていた。

また大気中の拡散は Euler 法により計算を行った。放

射性物質は15日早朝には関東地方へ輸送されたが、この

ときは低空を運ばれてきているのに対し、午後からは上

空に運ばれ、高濃度の放射性物質は阿武隈髙地の上の地

上1000m-2000m 付近を輸送されていた。また中通り南

部には午前中に関東地方に拡散した放射性物質が南風に

乗って大気境界層中に拡散しながら北上をしている結果

が得られた。沈着量の計算結果はほかの多くの計算例と

同様中通り地区での沈着量を過小評価し、宮城県南部で

の沈着量を過大評価する結果となった。 

 環境測定データとして空間線量率が多く存在するため、

AIST-MM の結果から空間線量率を計算できるようにし

た。空間線量率を計算するためには多くの仮定が必要で

あり、その一つが放射性核種の割合である。ここでは、

Katata et al.（2012）のセシウム137の値を基本とし、

セシウム137が1に対し、セシウム134, テルル132、ヨウ

素 132 、 ヨ ウ 素 131 、 キ セ ノ ン 133 の 発 生 量 を

1:10:10:10:100で与えた。発生源を与える高度は地上

20m～40m の格子とし、キセノンは沈着しないとした。

空間線量率の計算は田﨑（2011）の手法を参考とし、福

島第一原子力発電所と福島第二原子力発電所における空

間線量率を計算し、実測値と比較した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］放射性物質の拡散・沈着、空間線量率 

 

［研 究 題 目］リボソームタンパク質をバイオマーカー

とした質量分析法による Aspergillus 属

真菌の新しい系統分類法の開発 

［研究代表者］佐藤 浩昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］佐藤 浩昭、中村 清香 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 真菌は、これまで形態学および有性生殖能に基づいて

分類されてきたが、真菌の多くは有性世代を持たないた

め、最近では分子進化系統に基づいた分類への移行が検

討されており、新しい系統分類手法の開発が望まれてい

る。そこで本研究では、あらゆる生物に存在するリボソ

ームサブユニットタンパク質（RP）を指標とした真菌

の新しい分類手法の開発を目的とする。有性世代をもつ

Neosartorya fischeri が 無 性 世 代 の Aspergillus 

fumigatus と極めて近縁であり、遺伝学に基づく再分類

で統合されることになっている。この妥当性を評価する

ために、リボソームタンパク質の変異から見たこれらの

類縁性 の評 価を試 みた 。 N. fischeri およ び A. 
fumigatus の試料菌株の RP を質量分析したところ、N. 
fischeri と A. fumigatus は大半のサブユニットの質量

が完全に一致することを見出した。以上のことから、形

態学および有性生殖能に基づいて別属に分類されていた

Neosartorya 属真菌と Aspergillus 属真菌は、ハウスキ

ーピングタンパク質である RP は高度に共通しており、

遺伝学的には同属とみなせることを支持する結果を得る

ことができ、本法が真菌の系統分類に有効な手段である

ことが示唆された。次年度は、さらに適用範囲を拡張し、

他の Aspergillus 属真菌の分類を行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］Aspergillus、真菌、リボソームタンパ 

ク質、質量分析 

 

［研 究 題 目］質量顕微鏡による高空間分解能分子動態

解析 

［研究代表者］高橋 勝利 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］高橋 勝利（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

シロイヌナズナの芽生え・根をはじめとして様々な植

物の様々な組織をテスト試料として、質量顕微鏡観察の

ための試料調製法を確立した。植物組織には細胞壁があ

り、細胞壁を取り除かないと細胞内部の物質にアクセス

が出来ない。しかし常温下で細胞壁を取り除くと膨圧に

よって細胞が破裂してしまう。このため植物組織を急速

凍結固定して極低温下で薄切し、細胞壁を取り除き細胞

内部を露出させた状態で乾燥試料を作成する必要がある。

しかし、シロイヌナズナの芽生えなどの柔らかい組織は

凍結切片を作成せずとも、直接導電性ガラスの上に糊付

けして測定するだけで、直接質量顕微鏡測定を行えるこ

とを見出した。 

本年度は使用する全固体紫外線パルスレーザーの繰り

返し周波数を100Hz から1kHz に変更し、それに伴って、

レーザー集光光学系を一から設計し直して実装した。ま

た、装置改造に伴い、新しいイオン源制御プログラムを

開発した。この改造により、従来の測定時間を3分の1か

ら半分に短縮することに成功した。 

また、質量顕微鏡装置から出力される巨大な（数

100GB）データからピークピッキングを行いファイル容

量を数百分の１に圧縮するソフトウエア群の整備及び、

質量顕微鏡データをビジュアライズし、特徴のある分布

を示すイオンを選び出すための祖父号エアの開発を行っ

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量顕微鏡、フーリエ変換型質量分析計、
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MALDI、イメージング、植物組織 

 

［研 究 題 目］超伝導ナノストリップライン分子検出器

による巨大分子質量分析 

［研究代表者］大久保 雅隆 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大久保 雅隆、全 伸幸、志岐 成友、

浮辺 雅宏（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 超伝導体を厚み数10nm、幅1µm 以下のナノサイズに

すると、イオンの衝突を高感度かつ高速で検出でき、そ

の性能は従来技術を上回ることができる。この検出器は、

イオン衝撃により発生したフォノン（格子振動の量子）

により、超伝導状態が壊れて抵抗状態が出現することを

利用する。我々は、厚みが40nm、線幅が1µm のニオブ

超伝導ストリップ線をメアンダ状に加工し、さらにそれ

らを並列に接続することにより2mm 角の超伝導ナノス

トリップライン検出器を実現しており、生体分子に対す

る応答速度は1.2ns である。平成25年度は、ストリップ

線の並列接続に由来する超伝導電流の分配機構を解明し、

カウントロス問題を克服した。 

 また、超伝導磁束量子（Single Flux Quantum: 
SFQ）は、数10ps 以下の超高速なフリップフロップと

して動作させることが可能な次世代技術であり、SFQ
をカウンタとして用いる時間デジタル変換器（Time-to-
Digital Converter: TDC）の実現が待ち望まれていた。

本年度は、2mm 角の超伝導ナノストリップライン検出

器からの生体分子検出信号を24-bit の SFQ-TDC に入

力し、質量スペクトルを得ることに成功した。本研究は、

SFQ を TDC として動作させた世界初の成果であるのみ

ならず、超伝導検出器と組み合わせて実際に生体分子の

質量スペクトルを得ており、インパクトは非常に大きい。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量分析、ナノ構造、超伝導検出器、超

伝導デジタル回路 

 

［研 究 題 目］レーザーコンプトン準単色硬 X 線によ

る低侵襲高精細医用イメージング技術の

研究 

［研究代表者］山田 家和勝 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］山田 家和勝、黒田 隆之助、平 義隆、

豊川 弘之、福山 直人 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、小型電子加速器と高出力レーザーを駆使し

たレーザーコンプトン散乱準単色硬 X 線（LCS-X 線）

の高収量発生技術とその医用イメージングへの適用手法

の研究を目的とする。 

 LCS-X 線ビームのエネルギー（波長）は、ビーム中

心と周囲の部分で異なることを利用し、X 線エネルギー

を吸収端近傍に正確に調整する手法を確立した。コンプ

トン散乱においては、照射する X 線ビームの中心では

エネルギーが高く、周辺部はエネルギーが低いという特

性がある。この性質を利用して、ビーム中心より3.5ミ

リラジアンのオフセット角度を設け、そこを撮像の中心

位置とした。対応する X 線エネルギーは 37.4～

39.1keV となる。電子加速エネルギーを調整する事で

も X 線エネルギーの調整は可能であるが、軌道の補正

や時間同期の再調整などを行うこととなり、非常に時間

のかかる作業である。調整の精度も数 eV～数10eV 程度

であり、実用的ではない。本手法を用いると照射 X 線

エネルギーを高い精度で微調整可能となり、従来の方法

より格段に低線量で血管造影が可能であることが分かっ

た。 

 タルボ干渉は、2枚の透過型 X 線格子を用いて X 線の

位相変化を検出する手法であり、吸収測定ではコントラ

ストが付きにくい軟組織の構造も鮮明に撮影できる。産

総研 LCS-X 線源を用いた実験配置では、光源から十分

な距離を取ることができないことから、タルボ・ロー干

渉計を用いる方法を考案し、干渉イメージングが可能で

あることを示した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］小型電子加速器、高出力レーザー、レー

ザーコンプトン散乱、単色 X 線、放射

線、線量測定・評価、医用・生体画像 

 
［研 究 題 目］イオン・陽電子同時照射系を用いるトラ

ンジェント陽電子計測法の開発 

［研究代表者］木野村 淳 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］木野村 淳、大島 永康、 

B. E. O’Rourke、鈴木 良一、 

西島 俊二（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電子直線加速器を用いた低速陽電子ビーム源では、加

速器の電子パルスと同じ時間構造で発生する瞬間的に非

常に強いパルス陽電子ビームが得られる。このような電

子加速器による陽電子源の特徴を生かし、パルスイオン

ビームとパルス陽電子ビームを同期して固体材料に照射

し、イオン照射誘起欠陥の過渡状態を評価することが可

能な新しい測定法を開発する。平成25年度はビーム制御

技術の開発と照射実験をそれぞれ以下の様に進めた。陽

電子ビーム制御技術として、インダクションバンチャー

による陽電子パルス制御装置実験を行った。インダクシ

ョンバンチャーシステムに対し、計算により求めた高周

波変調波形とバイアス電圧を印加し、試料上に到達する

陽電子の時間構造を調べた。連続的な陽電子ビームを入

射した場合に、パルス化電圧振幅10V とした時に、半値

幅約50ns まで陽電子を圧縮することができた。この結
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果からインダクションバンチャーに印加する波形を最適

化することで、陽電子の時間構造を制御できる事を示し

た。また照射誘起欠陥計測技術として、純 Ni と溶融石

英試料に対して、温度を変えて複合ビーム照射を行い、

陽電子寿命スペクトルの変化を調べた。純 Ni 試料に対

しては、試料温度500℃とした場合、表面からの陽電子

の再放出が顕著になった。再放出ピーク強度はイオン照

射で表面に欠陥が導入されることにより縮小するが、ビ

ーム照射中だけ強度が低下し、照射後に回復する現象が

見られ、照射中の過渡的な欠陥が評価できる事が示され

た。一方、石英試料に対しては、ポジトロニウム形成に

起因した ns オーダーの陽電子寿命成分に着目してイオ

ン照射を行なった。室温から400℃まで温度を変えなが

らイオン照射すると、欠陥の蓄積速度は照射温度に大き

く依存する事が1回の実験で観測でき、その場測定の有

用性を示した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子消滅分光、照射損傷、その場分析 

 

［研 究 題 目］分子トンネルイオン化の量子制御を利用

したレーザー場フーリエ合成 

［研究代表者］大村 英樹 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大村 英樹、齋藤 直昭 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題の目的は、2色の位相制御レーザーパルス

による気体分子の異方性トンネルイオン化の量子制御技

術を多色の位相制御レーザーに発展させ、従来技術では

困難であった課題に対して原子分子制御の質的転換を目

指した新しい方法論を提示することである。具体的な課

題は、1. 多色位相制御レーザーパルスにおいて各周波

数成分の相対位相の計測と制御が可能な、レーザー場フ

ーリエ合成装置の作製、2. フーリエ合成された多色位

相制御レーザーパルスによって駆動された光電子の運動

を追跡するイオン－光電子同時検出装置の高性能化、3. 

強いレーザー場による分子トンネルイオン化の精密な理

論の構築と実験との詳細な比較検討である。 

 各課題に関する今年度の成果は以下の通りである。 

1. ナノ秒 Q スイッチ YAG レーザーの高調波の相対位

相を制御する多色位相制御レーザーパルス発生装置を

作製した。昨年度の3色位相制御レーザーパルスから4

色位相制御レーザーパルスに発展させ、4色位相制御

レーザーパルスを3原子分子（OCS）に照射する実験

を行い、位相に強く依存する配向選択分子イオン化の

観測に成功した。 

2. 電解イオン顕微鏡を基本構造とした原子分子溜め込

み型真空チェンバーによるイオン－光電子追跡装置の

改良を行った。従来の10Hz から1KHz の繰り返し周

波数のレーザー照射による実験が可能となった。 

3. シーガート漸近理論をもとに、弱電場漸近理論を開

発し、その高次補正項、分子内の角運動量の効果、多

系の理論を構築し、計算コードの開発を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］量子制御、コヒーレント制御、位相制御

レーザーパルス 

 

［研 究 題 目］レーザーコンプトン散乱 X 線による可

視不能生体材料のリアルタイム可視化装

置の開発 

［研究代表者］豊川 弘之 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助、平 義隆、田中 真人、

三浦 永祐、鶴島 英夫 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、小型電子リニアックと高出力レーザーとを

駆使したレーザーコンプトン散乱 X 線発生技術の高度

化によって、可視不能ステントのような体内に注入した

超微細構造材料をリアルタイムに可視化する技術を開発

することを目的としている。 

本年度は、衝突用チタンサファイアレーザーの発振器

が故障したため修理を行った。修理完了後、フェムト秒

レーザーパルスの発生に成功し、大口径の波長変換結晶

により2倍高調波光の確認に成功した。本研究における

レーザーと電子ビームを衝突させるための真空チェンバ

ーには、蛍光板を用いたビーム位置モニターの導入機構

とともに、レーザー光学素子を真空容器内に配置する必

要がある。既存チェンバーでは開口部が小さく、大径の

光学素子を挿入することが困難であったため、上部に開

閉機構を有し、内部に光学素子設置用のタップ機構のあ

る真空チェンバーを設計・製作した。上記チェンバー設

置後、レーザーコンプトン散乱 X 線生成・イメージン

グ実験では、約35MeV の電子ビームを用いて約28keV
の X 線を生成した。光源から約1.8m 地点にステント及

び塞栓材であるコイルを、約4.0m の地点に検出器（イ

メージングプレート）を設置し、拡大系（2倍程度）に

よるイメージングを行い可視化に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］レーザーコンプトン散乱、単色 X 線源 

 

［研 究 題 目］二成分系ガスハイドレートのケージ占有

性とゲスト－ホスト間相互作用 

［研究代表者］竹谷 敏（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］竹谷 敏、藤久 裕司（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 多孔質材料におけるガス吸着量や、結晶中に包接され

るガス量、および、結晶の特性を計測・評価する技術の

確立を目指している。本研究では、環境・エネルギー分

野において期待されているガスハイドレートのうち、
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CO2や CH4が他種のゲスト分子と一緒に包接されるガス

ハイドレートを対象とし、ケージ内でのゲスト分子の分

布状態、分子数を決定するための新たな測定、解析手法

を確立、提案するとともに、水分子で囲まれた結晶中の

ナノスペースでのガス分子と水分子との相互作用を理解

し、ガスの貯蔵メカニズムを明らかにすることを目標と

している。 

 今年度は、低温粉末 X 線回折測定により、ブタン

（ノルマルブタン、イソブタン）をゲスト分子として包

接するガスハイドレート試料の粉末 X 線回折による精

密構造解析を実施した。粉末 X 線解析手法と分子動力

学計算機実験とを併用することにより、ガスハイドレー

ト中のブタン分子のケージ占有率の算出、および、温度

変化に伴うゲスト分子のケージ内での分布と、ブタン以

外にメタンをゲストとして含む場合と含まない場合での

ケージ構造の変化を調べた。いずれのブタンもケージ中

での自由回転を示唆する分布状態であることが明らかに

なった。また、メタンがヘルプガスとして包接される場

合、ホストである水分子で構成されるケージサイズにほ

とんど影響を及ぼさないことが明らかとなった。これら

の結果は、メタンのような小さな分子の構造安定性に及

ぼす影響の理解に有効と考えられる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］X 線構造解析、包接化合物、ガス貯蔵 

 
［研 究 題 目］有機導体の非占有軌道の電子状態と非局

在性の観測手法の開発 

［研究代表者］池浦 広美 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］池浦 広美（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 有機分子が電気伝導性を示すためには、隣接する分子

間を電子が自由に動く必要がある。そのため、分子設計

においては分子間での軌道の重なりや電子の動きやすさ

に関する情報が不可欠である。本課題では、我々が提案

した内殻正孔寿命（フェムト秒からアト秒）を利用した

伝導電子の動的計測手法を、電荷移動により電子が不足

した軌道（HOMO）や非占有軌道（LUMO）などの、

他の計測法では観測することが困難な空軌道（伝導帯）

の非局在性（電子の動きやすさ）に関する情報を得ると

ともに、新たな計測手法として確立することを目的とす

る。 

 本研究の最終年度にあたる今年度は、太陽電池におい

て重要な役割を持つ電荷分離に関して本計測手法を用い

て検討することで、電子状態に関する情報を得るととも

に計測手法の評価を行った。太陽電池をモジュール化す

ることなく、有機薄膜の電子物性を測定することで性能

が評価できれば、効率的に素子の高効率化などの研究開

発を進めることができる。本研究では、バルクへテロ接

合（BHJ）型と呼ばれる有機薄膜太陽電池で広くに用

いられている材料を使用した。ドナー分子にレジオレギ

ュラー-ポリ（3-ヘキシルチオフェン-2,5-ジイル）

（RR-P3HT）、アクセプター分子に[6,6]－フェニル

C61酪酸メチルエステル（PCBM）を用いて混合させ、

ドロップキャスト法により配向膜の作製を行い、X 線吸

収分光による偏光測定や共鳴オージェ電子分光

（RAS）測定を行った。RR-P3HT/PCBM フィルム中

の P3HT 分子の配向は P3HT フィルムと比べて大きな

差異は観測されなかった。RAS 測定では電荷分離に関

わる速い電子移動は観測されなかったが、RAS 測定に

よるピーク分離の結果、RR-P3HT 分子の空軌道の一つ

である σ*（C-S）ピークの減少が観測され、電子状態

が変化していることが明らかとなった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］電子状態、放射光、オージェ電子、有機

導体、X 線吸収分光、電子移動 

 

［研 究 題 目］固体 NMR による固体酸触媒材料の酸性

質の計測・評価 

［研究代表者］林 繁信（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］林 繁信、治村 圭子（他2名） 

［研 究 内 容］ 

 多孔質材料における吸着、分離、触媒などの機能は、

細孔やメソ孔のサイズだけではなく、その内表面の性質

に大きく依存する。本研究では、多孔質材料における内

表面の性質を計測・評価する技術を確立することを目的

とした。機能として酸触媒機能に着目し、酸強度および

酸量の計測・評価を行った。手法として固体 NMR 法を

用い、酸性質を担う「水素」を直接観測するとともに、

分子をプローブとして細孔やメソ孔に導入してその分子

の挙動（吸着サイト及びダイナミクス）を固体 NMR 法

によって詳細に観測することにより、内表面の性質を評

価した。プローブ分子として、リン（P）を含む塩基性

有 機 化 合 物 、 ト リ メ チ ル ホ ス フ ィ ン オ キ シ ド

（TMPO）を用いた。31P は天然存在比100%であり、

NMR において比較的感度の高い核種である。細孔もし

くはメソ孔を持つ物質としては、ゼオライトやその類縁

化合物、メソポーラス物質を取り上げた。 

 TMPO を導入する方法として、従来から用いられて

きた溶媒を用いた方法（溶媒法）では多孔質材料によっ

ては溶媒が残留してしまったため、溶媒を使わないで気

相から直接導入する気相法を考案して溶媒の影響をなく

した。気相法では、プローブ分子の導入温度を373K に

上げることによって、TMPO をより均一に導入するこ

とができた。さらに、TMPO の導入量を増加させるこ

とができ、酸点のほとんどをプローブ分子でカバーする

ことができた。ZSM-5型ゼオライトでは、90～60ppm
の範囲に観測された31P シグナルはブレンステッド酸点

に吸着した TMPO、60～40ppm の範囲に観測されたシ

グナルはブレンステッド酸点以外に吸着した TMPO に
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帰属された。以上により、酸触媒機能を持つ多孔質材料

における酸性質を計測・評価する技術を確立することが

できた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］固体 NMR、固体酸触媒、酸性質、計 

測・評価、多孔質材料、プローブ分子 

 

［研 究 題 目］指向性圧電素子を用いた CFRP 積層板

の損傷モニタリングシステムの開発 

［研究代表者］遠山 暢之 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］遠山 暢之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 炭素繊維強化プラスチック（CFRP）積層板に内在す

る衝撃損傷を、一箇所のみに配置した超音波アレイ探触

子を用いて検出・位置同定することが可能な全方位損傷

モニタリングシステムを開発することを目的としている。

本年度は、最適設計した複数の圧電素子からなる放射状

アレイ探触子および発信子を CFRP 積層板に配置して、

本アレイ探触子からラム波の送受信を行うことによって、

人工的に導入した衝撃損傷の検出および位置同定が可能

かどうかの検証を行った。 

 高アスペクト比形状のラム波ゼロ次非対称モードに対

して顕著な指向性を有する圧電素子を8つ用いて、45度

間隔で放射状に配列させたセンサ網を構築し、中央部に

全方位に等方的にラム波を放射できる円形の発信子を配

置した発信・受信アレイ探触子を CFRP 積層板上に貼

り付けた。本 CFRP 積層板にハンマーによる衝撃損傷

を複数導入し、これらを検出さらには位置同定できるか

どうかをこれにまで開発した解析手法を利用して検証を

行った。 

 レーザ超音波伝搬可視化技術の適用によって、円形の

発信子から全方位に放射され、CFRP 積層板中を伝播

したラム波が、衝撃損傷部で反射されることが確認され

た。その反射エコーを各圧電素子で検出し、各反射エコ

ーの振幅を比較することによって定量的に衝撃損傷の方

位を導出することに成功した。さらに反射エコーの到達

時間を基にして、センサ－損傷間距離についても併せて

定量的に導出することができた。最終的に得られた方位

と距離の情報から衝撃損傷の2次元位置を同定できるこ

とが実証できた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］炭素繊維強化プラスチック、超音波、板

波、非破壊検査、圧電素子、アレイ探触

子 

 

［研 究 題 目］水晶振動子型水素漏洩検知器の屋外使用

のための温度・湿度補正法に関する研究 

［研究代表者］鈴木 淳（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 水晶振動子センサーベースライン値への温度校正法と

して水晶振動子センサーとして用いられる水晶振動子と

は別の水晶振動子を用いて温度を同時測定する方法を試

みた。これら2つの水晶振動子を持つ測定器には水晶振

動子センサーベースライン値の温度依存性の結果が入力

されており、得られた温度の情報から温度変化分を求め

ることができ、この分を実際の値から相殺することによ

り温度校正する。この測定器を真空装置に取り付け、大

気圧の窒素を封入した後測定器周辺の温度を変えて測定

した。この温度校正を行うことにより以前は温度による

ベースライン値の変動が水素濃度換算で0.6vol.%であっ

たところ、これを0.2vol.%にまで低減することができた。 

 また水晶振動子センサーベースライン値への湿度の影

響について調べるため、温度一定の条件で湿度を変化さ

せるとベースライン値は湿度とともに減少し、粘性及び

分子量の相対的な減少と一致した。出力の湿度依存性を

三次関数で近似し、これにより湿度による変化分を相殺

することにより湿度による変動を水素濃度換算で

1.0vol.%以下に抑制した。 

 さらに水晶振動子センサーベースライン値への湿度の

影響を排除するため、湿度成分だけを吸着、除外するガ

スフィルターを用いることにより湿度校正を行う方法に

ついて検討した。湿度が0～100RH%と変化した際のベ

ースライン値の変化はガスフィルターなしの場合と比較

して小さく、圧力校正しないベースライン値でもその変

化は最大水素濃度換算で0.5vol.%であった。したがって

このガスフィルターを用いることにより水晶振動子セン

サーベースライン値への湿度の影響は水素濃度換算で

1.0vol.%よりも十分に小さい値にまで抑制できることが

わかった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］水素エネルギー（製造･吸蔵･貯蔵等）、

水素濃度計測、水素漏洩検知、燃料電池、

次世代自動車 

 
［研 究 題 目］イオン価数弁別可能な超高速超伝導ナノ

ストリップライン分子検出器の開発 

［研究代表者］全 伸幸 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］全 伸幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の質量分析法で測定可能な物理量は、測定対象と

なる分子の質量電荷比（m/z）であり、単量体の1価イ

オンと二量体の2価イオンを区別することができない。

開発中のパラレル型超伝導ストリップイオン検出器

（Superconducting Strip Ion Detector: SSID）は、

1ns 程度の高速応答性を示しながら、1価のイオンと2価

のイオンに対して異なる波高値を出力するという初歩的

な実験データが得られているが、価数弁別能を吟味する
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ためには、パラレル型 SSID 特有のブロードな波高値分

布を修正する必要がある。最近の研究により、このブロ

ードな波高値分布は、検出器内における超伝導電流の再

分配が原因であることが分かっているが、パラレルに接

続された各ストリップラインにバイアス抵抗を接続する

ことで、ブロードな波高値分布を修正することができる。 

 本年度は、バイアス抵抗を有するパラレル型 SSID を

実現するために、様々なアプローチを試みた。結論とし

て、ストリップラインを加工したり、ストリップライン

上に常伝導金属（Au）を製膜することは、検出器チッ

プの温度上昇や超伝導特性の劣化を招く結果となった。

一方、各ストリップラインと検出器ホルダをボンディン

グワイヤで接続することにより、検出器チップへの熱流

入を数十µW 程度に抑制し、ボンディングワイヤをバイ

アス抵抗として機能させることが可能であることが分か

った。今後、バイアス抵抗を有するパラレル型 SSID を

用いてシャープな波高値分布を確認し、イオン価数によ

る出力波高値の違いの起源を明らかにする。 
［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量分析、検出器、超伝導、価数弁別、

価数分離 

 

［研 究 題 目］近接場過渡吸収イメージング分光装置の

開発と次世代有機太陽電池への応用 

［研究代表者］松﨑 弘幸 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］松﨑 弘幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、近接場顕微鏡技術を始めとする顕微分光技

術とフェムト秒時間分解分光技術を組み合わせて、数百

ナノメートルオーダーの高い時間分解能を実現する過渡

吸収イメージング分光装置の開発と、開発した同装置を

ナノ構造体の一つである各種有機薄膜太陽電池に適用し、

それら太陽電池において、光生成した励起子や電荷の振

る舞いを高時間分解能・高空間分解能で精密に追跡し、

実証的に把握することで、電池性能の向上を阻む要因を

明らかにすることを主な目的とする。 

平成25年度は、励起光と検出光を独立に位置制御し、

光励起種の時空間ダイナミクスを、高感度・高空間分解

能・広時間領域で追跡可能なフェムト秒過渡吸収イメー

ジング分光装置の開発を目指して、その要素技術の構

築・システム開発を行った｡これまでに、光学系配置の

簡略化、レーザー本体内の共振器の高安定化、高性能

AD 変換器による雑音低下等の最適化によって、特に信

号検出感度の観点で着実な進展を遂げ、既存装置の10倍

以上の高感度化を達成して、世界最高レベルの微弱な光

誘起吸光度変化（5×10-5以下）の計測に成功した。一

方これと並行して、観測時間領域の広域化に向けて、通

常の光学遅延方式では困難な時間領域（>5ns）での過

渡吸収測定を可能にする為に、光学遅延方式と融合する

形で、新たにレーザーダイオード（連続光）を検出光源、

高速フォトダイオードと高速オシロスコープを光検出器

として導入し、光学系および検出系に組み込んだ。また、

励起光と検出光を独立に高精度に位置制御するために、

検出光側の対物レンズのピエゾ可動ステージへの組み込

みを行った。これら個々の要素技術の開発を踏まえて、

光学系および測定ソフトウェア開発を含む信号処理系等

の整備はほぼ完了の段階に到達しており、来年度以降実

材料測定に適用していく予定である。また、本装置に向

けて開発した高い信号検出感度を活用して、有機薄膜太

陽電池の光電変換過程の解析を行った｡その結果、従来

装置では困難であった微弱光照射下での有機薄膜太陽電

池のフェムト秒過渡吸収計測を実現し、励起子寿命と拡

散定数の定量評価、及び電荷分離過程と太陽電池性能の

相関の明確化に成功した。これらの知見から、目標とす

る有機太陽電池の高効率化には、構造的に電荷分離しな

い不活性部位に関する対処が必要である事を明らかにし

た｡ 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］有機薄膜太陽電池、フェムト秒過渡吸収

分光、顕微分光、光電変換 

 

［研 究 題 目］生体光計測のための強度相関イメージン

グ技術の研究 

［研究代表者］白井 智宏 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］白井 智宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 予防医学分野において重要視されている生体光イメー

ジング技術の性能を飛躍的に向上させるブレークスルー

として、光の強度相関に基づく量子イメージングの原理

が有望であることを見出してきた。本研究では、この技

術の実用化に向けた新しい展開として、量子イメージン

グの特徴を活かしつつ、量子光源を使用せずに生体イメ

ージングへの応用に適した強度相関イメージングを実現

する方法の確立を目指す。具体的には、検出光学系を大

幅に単純化するために、半導体光検出器における二光子

吸収を利用した古典的強度相関検出法の適用可能性を検

証する。また、高感度かつ機械的な走査が不要な古典的

強度相関に基づく断層イメージング（OCT: Optical 
Coherence Tomography）技術を新たに構築する。 

 平成25年度は、量子 OCT と周波数領域の従来型（古

典的）OCT を融合することにより、古典的強度相関に

基づく周波数領域の OCT 光学系を考案した。その動作

に必要な信号処理として、この光学系の2つのポートか

ら出力される光のスペクトルについて、その中心周波数

を基準として対称に配置されたスペクトル成分間の強度

相関を評価した。光のコヒーレンス理論に基づく理論解

析の結果、この光学系を利用すると従来型 OCT に比べ

て奥行き分解能が約1.4倍改善されること、および被測
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定対象の分散の影響が自動的に相殺され、分散に伴う分

解能の低下が生じないことが明らかとなった。さらに、

断層イメージングを行う際に、機械的走査が不要、高速

の検出器が不要、および入射光として連続光に加えてパ

ルス光も使用可能であることなども明らかとなった。こ

れらの結果により、量子 OCT に匹敵する性能をもつ

OCT を、比較的簡素な光学系および信号処理によって

実現する理論基盤を構築することができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］生体医用光計測、強度相関、断層イメー

ジング 

 

［研 究 題 目］基板吸収型超伝導トンネル接合 X 線検

出器の開発 

［研究代表者］志岐 成友 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］志岐 成友（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、微細加工されたシリコン単結晶を吸

収体とする超伝導トンネル接合（STJ: Superconducting 
Tunnel Junction）検出器を開発し、5.9keV において

100eV 以下のエネルギー分解能を実現し、蛍光収量法に

よる微量元素の X 線吸収分光を実現することである。

この目的を達成するため、STJ 検出器を形成したシリ

コン基板に微細加工を施しピクセル状の吸収体を形成す

る技術の開発と、シリコン基板に施す加工が STJ 検出

器に与える影響の評価を行っている。 

 今年度は3年間の科研費のプロジェクトの初年度で、

シリコンピクセル吸収体を有する STJ 検出器の初めて

の試作となる。1回目の試作では歩留まりは7割で、3割

の素子には断線が見られた。断線の原因は、冷却時のス

トレスにより深溝加工部分に亀裂が生じ、その亀裂が成

長したことであると考えられる。2回目の試作では亀裂

が生じないよう素子構造を変更した。90%以上の歩留ま

りが得られた。5.9keV の X 線に対するエネルギー分解

能は 150eV@5.9 keV で、目標に近い値が実現された。

製作した検出器を高エネ研・フォトンファクトリーBL-
11B で使用し、2～4keV での X 線吸収分光に利用でき

ることを実証した。今後、エネルギー分解能の改善を目

指し、試作と評価を継続して行う。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］蛍光 X 線分析、X 線吸収分光、超伝導

トンネル接合、エネルギー分解能 

 

［研 究 題 目］イオン液体を用いた高集束性液滴ビーム

源の開発：有機系試料の高精度 SIMS へ

の展開 

［研究代表者］藤原 幸雄 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］藤原 幸雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 二次イオン質量分析法（ Secondary Ion Mass 
Spectrometry : SIMS）は、一次イオンビームを試料表

面に照射することで生じた二次イオンを質量分析する手

法である。分析対象が無機材料の場合には、酸素やセシ

ウム等のイオンビームが用いられ、高い面分解能の

SIMS 分析が可能となっている。一方、有機材料の場合

には、イオンビーム照射に起因する有機分子の解離（＝

フラグメンテーション）が避けられず、分子量の大きな

二次イオンはほとんど検出できないという問題があった。 

 ところが、近年、炭素や金等のクラスターイオンを一

次イオンビームとして用いることで、比較的大きな有機

分子も検出できるようになり、半導体産業のみならず、

化学分野等においても、SIMS の応用範囲が広がってい

る。 

 本研究は、有機系試料に対する SIMS 分析の更なる

高度精度化を目的として、イオン液体を高真空中でエレ

クトロスプレーする方式の帯電液滴ビーム源を開発し、

SIMS 分析に応用するものである。イオン液体は、室温

においても液体状態である塩（えん）の総称である。蒸

気圧がほとんど無いため、真空中でも蒸発せずに液体と

して存在し、またそれ自体がイオン性の液体であるため、

高真空中においてもエレクトロスプレーが可能であるこ

とが大きな特徴である。 

本年度は、イオン液体を真空中でエレクトロスプレー

する方式の簡易的な帯電液滴ビーム源を SIMS 装置に

設置し、SIMS 実験を実施した。結果として、イオン液

体ビームを用いて有機系試料の SIMS 分析が可能であ

ることを示すことができた。なお、解決すべき技術課題

があることも明らかとなったが、エレクトロスクレー部

の改造を行うことで解決の目途を得ることができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］表面分析、イメージング質量分析、イオ

ン化 

 
［研 究 題 目］構造体健全性診断のための超音波伝搬可

視化法による定量的非破壊評価 

［研究代表者］山本 哲也 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］山本 哲也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 パルスレーザー走査により得られた画像データにおけ

る円形状エコープロファイルに注目し、試験片の欠陥中

心位置の推定について検討を行った。前処理としては、

円形孔を有する試験片を用いて得られたエコー信号にお

いて、ピーク値の抽出としきい値の適用を行った。この

前処理後の2次元データ（静止画）を用い、まずは、幾

何学的な位置関係から欠陥の中心位置について考察を行

った。その結果、欠陥からの散乱直後の時刻におけるス

ナップショット画像データから、ほぼ適切な欠陥中心位
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置の算出を行うことに成功した。 

 次に、より高確度な欠陥検出の確立に向けて、パルス

レーザー走査により得られた動画像3次元データからハ

フ変換を適用し波面の検出を試みた。前処理としては、

静止画からの欠陥位置推定の場合と同じ手法を適用した。

上記では、静止画（2次元スナップショット画像）に対

する欠陥位置の検出を試みたが、ここでは時間軸を含め

た3次元動画像データに対してハフ変換を適用すること

で、入射波成分である斜平面と後方散乱波成分である円

錐面を検出対象図形とし、累積度数に関する分布から、

入射波成分とともに、欠陥からの後方散乱波成分の検出

を行った。まず、平面の方程式を用いて入射波成分の検

出を行い、縦波成分と表面波（横波）成分が、度数の極

大点と2番目の集積点として現れることを確認した。欠

陥からの散乱波に関しては、そのまま円錐面の方程式を

適用すると、透過波成分の速度勾配に影響を受け適切な

円錐面を検出することができない。この場合には、同期

差分法の適用が必要であり、当該手法を適用し進行波成

分を除去することで、ほぼ正確な欠陥の中心位置を捉え

ることに成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］非破壊計測、波動伝搬、劣化予測・診断、

可視化 

 
［研 究 題 目］ファイバ・リング・レーザを用いた

FBG 振動検出システムの開発 

［研究代表者］津田 浩（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］津田 浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ファイバ・リング・レーザの共振ミラーを FBG とす

る振動システムの構造物検査への適用を目指して、今年

度は風力発電用ブレードの衝撃検知用にセンサを開発し、

その動作特性を評価し、下記の結果を得た。 

１．FBG センサによりブレードへの衝撃音を検知する

ため、FBG をブレードに直接貼り付ける（ベタ貼り

センサ）、または円筒形端部に取り付けた膜に貼り付

ける形状（FBG マイクロフォン）の異なる2種類のセ

ンサを用意した。FBG マイクロフォンはベタ貼りセ

ンサと比較して約10倍の感度を有するが、応答信号に

高い共振特性が現れた。 

２．FBG マイクロフォンに空中を伝わる可聴音を検知

させたとき、可聴音と一致する周波数で応答が生じた。

また膜をパラフィン紙に用いた場合、FBG マイクロ

フォンの最大入力許容音圧は123dB であった。 

３．ブレードの衝撃検知について FBG マイクロフォン、

ひずみゲージ、PZT センサの3種を比較した。その結

果、ひずみゲージでは10kHz 程度の高周波信号まで

しか検出できないが、FBG マイクロフォンは PZT セ

ンサと同じ20kHz までの衝撃音を検知した。衝撃検

知のセンサ信号の S/N 比は FBG マイクロフォンはひ

ずみゲージと大差なく、PZT センサと100倍の感度差

があった。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］非破壊検査、光ファイバセンサ、衝撃検

知、風力発電 

 

［研 究 題 目］位相制御レーザーパルスによる液相中分

子の量子制御と物質濃縮への応用 

［研究代表者］大村 英樹 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大村 英樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 レーザー光を用いて物質の量子状態や量子ダイナミク

スを直接操作し、物性や機能を制御しようとする量子制

御（またはコヒーレント制御）に関する研究が近年精力

的に行われている。これまでに我々は波長の異なるフェ

ムト秒光パルスを重ね合わせ、その相対位相を精密に制

御した位相制御光による異方的トンネルイオン化とそれ

に基づいた分子配向制御を世界に先駆けて実現し、位相

制御光と気体分子との相互作用は位相に強く依存する多

彩な量子現象を示すことを明らかにした。位相制御光は

従来の光とは本質的に異なった性質を持っているため、

光の位相に関わる新しい量子現象の観測、さらに位相制

御光を用いた物質制御の新しい方法論を提示できる可能

性がある。 

 本研究課題の目的は、位相制御光と物質との相互作用

による量子現象の探索をこれまでの気体分子から固体表

面に展開することである。具体的には以下のとおりであ

る。（1）位相制御光と固体表面および固体表面に担持さ

れた分子との相互作用によって引き起こされる量子効果

を系統的に探索・分類し、総合的な理解をする。（2）位

相制御光を用いた新しい方法論に基づく物質操作法とし

て、位相制御レーザーパルスによる液相中分子の特定分

子の選択イオン化による破壊とそれに基づく化学物質の

濃縮を試みる。 

 本年度は、フェムト秒過渡吸収2色性測定装置で位相

制御レーザーパルスによる液相中分子の異方性トンネル

イオン化の観測の実験を行った。ヨウ化メチルやその他

のヨウ素化合物分子を対象分子として実施した実験で、

レーザーの位相に依存する現象を観測観測することに成

功した。この現象と異方性トンネルイオン化による配向

分子選択効果との関連解明には、さらなる実験と解析が

必要であることを示した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］量子制御、コヒーレント制御、位相制御

レーザーパルス 

 

［研 究 題 目］実時間観察可能な陽電子顕微鏡の開発 

［研究代表者］小川 博嗣 

（計測フロンティア研究部門） 
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［研究担当者］小川 博嗣、木野村 淳 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 原子レベルの空孔型欠陥分布の測定に関して陽電子顕

微鏡は電子顕微鏡に比べて優位性があり、他の計測手法

では観察できない顕微鏡像が取得できる。しかし、陽電

子顕微鏡の一種である再放出型の陽電子顕微鏡

（PRM）に関しては、過去の研究では陽電子源強度が

不十分で、画像取得に長時間必要という問題があり、実

用化がなされて来なかった。この技術課題を解決するた

め、本研究では、電子線形加速器による高強度陽電子パ

ルスビームを用いた PRM 装置の開発を行っている。 

 本研究で開発する PRM の最大視野（～0.3mm）に

比べ、電子線形加速器により生成した低速陽電子ビーム

径は直径約10mmφと大きく、かつ陽電子ビームは電子

線と比較して低電流であるため陽電子フラックス密度を

増大させるビーム集束法は重要な開発要素である。本年

度は、光電子顕微鏡の静電レンズをベースに PRM 装置

を構築するとともに、低速陽電子ビームの集束径を最小

にする方法の開発を行った。陽電子ビーム輸送系のソレ

ノイド終端磁場が集束ビーム径に与える影響を最小にな

る様に軟磁性体スリットで構成される磁場終端デバイス

およびビーム集束レンズを設計・製作し、PRM 装置の

入射部に設置した。 

電子線形加速器で生成し、ソレノイド磁場により輸送

された低速陽電子ビームを静電レンズにより集束し、

PRM の試料位置に設置した蛍光面付 MCP によりビー

ム集束径を測定した。その結果、過去の PRM 研究の方

法と比較して陽電子フラックス密度を増大でき、PRM
の画像取得時間を短縮できることを示した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子、顕微鏡、空孔型欠陥 

 
［研 究 題 目］テラヘルツ領域での先駆的な円二色性・

光学活性計測手法の構築と検出への挑

戦 

［研究代表者］田中 真人 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］田中 真人、黒田 隆之助、平 義隆 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 セキュリティや医療・バイオテクノロジーなどの分野

に応用できる新規の分光分析手法としての確立を最終目

的として、テラヘルツ領域における光学活性・円二色性

などの円偏光を用いた計測手法の先駆的な構築を本研究

では目指している。光学活性は左円偏光と右円偏光間で

の屈折率の差、円二色性は吸収率の差であり、赤外～紫

外域などでは分子構造解析手法の一つとして広く用いら

れているものである。しかしながらテラヘルツ領域では

その信号の微弱さなどから、それら計測手法の開発は遅

れている。 

 本年度は昨年度構築したテラヘルツ領域での偏光制

御・偏光分析システムを基にして、テラヘルツ領域に対

応した面内回転機構を有する直線偏光子などで構成され

た光学活性計測システムを構築した。検出光として、発

振器とクライストロンなどで構成された高強度光源から

の約0.1THzのテラヘルツ光を利用した。上記システム

を用いて螺旋構造を持つ水晶の旋光角度の端緒の計測実

験を行ったところ、可視域の値と比べて1%以下の値で

ある0.06°/mm程度の偏光面の回転を観測した。現在

再現性ならびに試料異方性や光学系に由来する偽の信号

の影響を調査している。 

また本成果を今後展開して分光手法を確立するために

必須である広帯域のテラヘルツ領域に対応した位相子の

設計を行った。 

今後は本研究で得られた上記の端緒の計測結果と計測

システム開発の知見を活用して、高精度な計測分析手法

として確立させていきたい。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］テラヘルツ、円二色性、光学活性、キラ

リティ、偏光分光、禁止薬物 

 

［研 究 題 目］糖鎖等の超高感度構造解析を目指した真

空紫外域での顕微円二色性計測装置の開

発 

［研究代表者］田中 真人 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］田中 真人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 円二色性分光はタンパク質などのキラリティをもつ物

質の構造解析に広く用いられている手法の一つである。

本研究ではこの円二色性分光の応用範囲を拡大して、多

量の抽出・合成が困難なタンパク質や糖・糖鎖など重要

な生体分子の分子構造解析に資する新規分析手法として

の確立を目指すべく、顕微装置と真空紫外線領域の円二

色性分光装置とを組み合わせた新規計測システムの開発

と生体分子計測への応用を目指している。 

 本年度は昨年度までに構築した真空紫外円二色性計測

システムを用いて、タンパク質（アミロイド類タンパク

質）や糖・多糖水溶液の真空紫外円二色性スペクトル計

測ならびに構造解析を行った。アミロイド類タンパク質

としてβ2ミクログロブリンの部分ペプチド等の重水溶

液の真空紫外円二色性スペクトルの計測に成功した。 

 また糖・多糖試料として、単糖である D-グルコース、

二糖である D-トレハロース、三糖であるマルトトリオ

ースを選択し、当該試料の重水溶液の真空紫外円二色性

スペクトルならびに吸収スペクトルの計測に成功した。

その結果、吸収スペクトルの形状は上記試料間で殆ど変

化しないが、円二色性スペクトルの形状・強度にはいく

つかの相違点が観測された。現在は分子軌道計算などに
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よりこの原因の解明と分子構造予測を進めている。この

ように糖の結合によるスペクトル変化を系統的に調べた。 

 今後は装置の高感度化や多種類の試料の計測によるデ

ータベース化を進めていき、分子構造解析手法としての

確立を目指していく。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］円二色性、糖鎖、タンパク質、真空紫外

線、キラリティ、構造解析、分子構造 

 
［研 究 題 目］超短パルス電子ビームを用いたリアルタ

イム2D テラヘルツ分光システムの開発 

［研究代表者］黒田 隆之助 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助、立花 充章 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は小型加速器ベースの高出力テラヘルツ光源を

開発し、その高出力テラヘルツパルスによる時間領域分

光法を確立させ、リアルタイム2D 吸収スペクトルを取

得する手法を目指すものである。 

本年度は産総研 S バンド小型リニアックを用いて発

生させた高強度コヒーレント放射テラヘルツ光を用いて、

EO サンプリング法による時間領域分光実験を行った。

検出器の帯域とコヒーレント長を考慮し、EO 結晶とし

て1mm 厚の ZnTe（100面）結晶を用いた。プローブ光

には加速器と同期した Ti:Sa フェムト秒レーザーを用い、

テラヘルツパルスと同時に EO 結晶に集光した。結晶を

透過したプローブ光は、高コントラストの偏光子を透過

させ、プローブ光の位相変化を PhotoDiode（PD）に

よって検出し、テラヘルツ時間波形の取得を行った。そ

の時間波形をフーリエ変換することでスペクトルを得る

が、時間ジッターを500フェムト秒以下にすることで、

0.1～2.0THz の範囲でのスペクトル取得に成功した。

サンプル測定では、既知のサンプル（ポリエチレン）に

よるシステム評価として、テラヘルツ領域における屈折

率測定を行った。また、実サンプル測定では、模擬麻薬

の測定を行い、実環境によるスペクトル測定に成功した。

但し、今後の再現性の確認や測定精度の向上が必要であ

る。更なる測定精度向上のため、シングルショット時間

領域分光用のチャープパルス・プロ－ブ光を最適化し、

70nm（FWHM）の波長分散で約10ps 程度までチャー

プしたプローブ光を生成した。これによるシングルショ

ット計測システムにおける時間分解能は15fs であり、

高精度なシングルショット計測への目途を立てることが

できた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］テラヘルツ、シングルショット時間領域

分光、コヒーレント遷移放射 

 

［研 究 題 目］格子画像の位相情報に基づく大型構造物

の高精度高速全視野変位・ひずみ計測法

の開発 

［研究代表者］李 志遠（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］李 志遠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、大型構造物の事故や崩落等が問題視され、非破

壊で検査可能な全視野変位・ひずみ計測技術はますます

重要であり、現場で直ちに対応可能な計測技術の早期開

発が急務となっている。 

 本研究は、格子画像の位相情報を活用した革新的全視

野変位・ひずみ計測手法を開発するものである。今年度

では対象構造物表面の規則性模様の位相情報を有効活用

した高精度高速な全視野変位・ひずみ分布を測定できる

計測手法の測定精度を確認し、大型構造物である吊り橋

のたわみ計測へ適用した。主な研究成果を以下に示す。 

１．繰り返し模様を利用した変位計測法の精度確認 

 前年度に開発した任意の繰り返し模様に対応できる

変位分布計測法の測定精度を明らかにした。実験では

従来の矩形波に加えて、アルファベットの A や数字

の3、さらに漢字を規則性模様とみなし、精度移動ス

テージで与えられた移動量と比較することで精度評価

を行った。その結果、模様の種類によらず、模様ピッ

チの1/1000の精度で安定した変位量を検出できること

を確認できた。 

２．引張試験によるひずみ計測法の精度確認 

 サンプリングモアレ法によって得られるモアレ縞の

位相分布から自動的に撮影画像上の格子ピッチを算出

する方法を考案した。これを用いて変形前後の格子ピ

ッチの変化からひずみ分布を測定することができた。

アルミ試験片を用いて引張実験を行った結果、弾性域

内の2000マイクロストレイン以下の微小ひずみを測定

することができ、ひずみゲージで得られたひずみ量と

よく一致した結果が得られた。 

３．大型構造物（吊り橋）のたわみ計測への適用 

 本研究で開発した変位分布計測法を大型構造物であ

る吊り橋のたわみ計測へ適用した。橋梁にマーカーを

貼付けることなく橋梁が持つ周期的なトラス構造を繰

り返し模様とみなし、トラックの通過に伴い橋がセン

チメートルのオーダーでたわむことを計測できた。汎

用的なデジタルカメラで橋梁を撮影するだけで、全体

のたわみ分布を得られることから、低コストな検査手

法として期待出来る。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］大型構造物、変位ひずみ計測、モアレ縞、

繰り返し模様、位相解析技術 

 
［研 究 題 目］超短パルス制動ガンマ線を用いた欠陥分

布3次元イメージングに関する研究 

［研究代表者］平 義隆 

（計測フロンティア研究部門） 
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［研究担当者］平 義隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、材料劣化の原因となる空孔型格子欠陥の

分布を3次元イメージングする手法を世界に先駆けて開

発し、さらに実環境下測定及び短時間測定、空間分解能

向上を目指した小型検出器の技術開発を行う。3次元イ

メージングの測定手法は、材料内部へ深く浸透するガン

マ線を用いて局所的に陽電子を発生させ、その陽電子の

消滅位置と寿命を観測することで、構造材料の経年劣化

や余寿命を非破壊測定する。今年度は、新規シンチレー

タを用いた陽電子寿命の測定に成功し、3次元イメージ

ングを短時間で達成するための具体的な計測手法につい

て考察した。 

 小型検出器の開発では、新規シンチレータ材料である

Yb:Lu2O3を用いた。Yb:Lu2O3は従来の BaF2シンチレー

タよりも有効原子番号と密度が共に高く、薄いシンチレ

ータでも検出効率を高くすることが可能である。また、

可視光領域で発光することも Yb:Lu2O3シンチレータの

大きな特徴である。シンチレーション光の検出には、一

辺の大きさが約30mm の光電子増倍管を用いた。この

検出器を用いて、陽電子寿命が既知である安定化ジルコ

ニア（YSZ）の寿命測定を行った。産総研 S バンド小

型リニアックから発生するパルス幅3ps（rms）、最大エ

ネルギー30MeV の超短パルスガンマ線を YSZ に照射し、

YSZ 内で発生する陽電子が消滅するときに放出される

消滅ガンマ線を開発した検出器で測定した。超短パルス

ガンマ線に同期した信号に対する消滅ガンマ線の検出時

間分布を測定し、YSZ の陽電子寿命の測定値が誤差の

範囲内で理論値の182ps に一致することを確認した。 

 また、3次元イメージングを短時間で達成するために、

ポジトロン断層法（PET）の3次元イメージング手法に

陽電子の寿命情報を付加して計測する手法を考案した。

測定対象の材料を取り囲むように小型の検出器をアレイ

配置し、2本の消滅ガンマ線を同時計測することで陽電

子の消滅位置を特定し、消滅ガンマ線が検出器に入射す

る時間分布も測定することで陽電子の寿命分布を測定す

る。3次元イメージングの空間分解能や測定時間を算出

するため、シミュレーションコード EGS5を用いたモン

テカルロ計算を開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超短パルスガンマ線、陽電子寿命、

PET、Yb:Lu2O3シンチレータ 

 
［研 究 題 目］引張りによる高分子部材の構造変化を検

出するレオ・オプティカル近赤外分光器

の開発 

［研究代表者］新澤 英之 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］新澤 英之（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 高分子材料の機械強度を評価する一般的な方法として

は引張試験が挙げられる。引張試験は，対象となる試料

を徐々に引き伸ばし、それに伴う流動的な変形を計測す

ることで、材料の耐変形特性を調べることができる。し

かしながら、高分子材料の機械強度は本質的に高分子鎖

の分子レベルでの流動変形に起因しており、試料に機械

強度をもたらすメカニズムを解明するためには、引張試

験時の構造変化を分子レベルで捉える必要がある。本研

究ではこのような材料の機械変形を分子レベルで評価す

る技術として、レオ・オプティカル近赤外分光器の開発

を行った。 

 平成25年度は、透過性の高い近赤外光を光源とし、か

つ、極めて高速のスキャンが可能な AOTF フィルター

方式の近赤外分光器を引張試験機と組み合わせることで、

引張試験を受ける高分子部材の近赤外透過スペクトルを

測定可能な分光システムを作成した。この装置を用い、

低密度ポリエチレンの延伸過程を解析したところ、近赤

外スペクトルからはアモルファス鎖の延伸と、それに続

く結晶ラメラの変形が明らかにされ、レオ・オプティカ

ル近赤外器によって、弾性変形と塑性変形の過程が分子

レベルで計測・評価可能であることが示された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］近赤外分光法、引張試験、高分子、ケモ

メトリックス、二次元相関分光法 

 

［研 究 題 目］強磁性体／超伝導体接合におけるアン

ドレーエフ反射およびスピン緩和に関す

る研究 

［研究代表者］柏谷 裕美 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］柏谷 裕美（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究で開発を行っている固体冷凍機は、超伝導体ト

ンネル接合を用いて局所的な冷却を行うものである。液

体ヘリウム中で超伝導体トンネル接合を設置し冷却した

うえで、接合の上に冷却を行いたいセンサなどを載せ、

センサ部分を冷却するために利用することを想定してい

る。本研究では強磁性体（F）/絶縁体（I）/超伝導体

（S）トンネル接合を開発し、固体冷凍機の冷却効果を

向上させることを目的としている。 

 今年度は、今後 F/I/S 構造を作製する場合に同じプロ

セスが利用できる、常伝導体（N）/絶縁体（I）/超伝

導体（S）接合の作製を作製した。具体的には、AlMn
を N として使用する AlMn/AlOx/Al 接合を試作した。

冷却効果の向上のためには、アンドレーエフ反射の抑制

を行うことが大変重要であり、最初に N/I/S の三層を作

製するプロセスを採用した。 

 また、N/I/S 接合のコンダクタンスを冷却し測定する

ことにより、冷却効果の解析を行った。測定されたコン

ダクタンスは、BCS の理論曲線でフィッティングした
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ところ、低バイアス側では冷却、高バイアス側では加熱

されていることが判明した。トンネル接合を T＝0.4K
に冷却した場合に、0.37K まで冷却が生じていること

が確認できた。 

 今後は、開発したプロセスを使用して F/I/S 接合を作

製し、コンダクタンスの測定を行うことにより冷却効果

を見積もり、電極として強磁性体を用いた場合の検証を

行う。 

［分 野 名］超伝導デバイス   

［キーワード］固体冷凍機、超伝導トンネル接合、 

 

［研 究 題 目］FT-ICRMS 分析を用いた森林の溶存有機

物の構成種とその変動メカニズムの解明 

［研究代表者］高橋 勝利 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］高橋 勝利（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 FTICR-MS を用いて、兵庫県宍粟市の森林中の地表

及び地中から採取した水試料中の溶存有機物の測定を実

施した。採取した水試料中の溶存有機物濃度は非常に低

く、そのままでは FTICR-MS を使っても溶存有機物を

高感度で検出することは難しい。従来は C18ディスクに

溶存有機物を吸着させたのち、それを溶出・濃縮したう

えで測定していたが、C18ディスク由来の物質が測定の

邪魔になることが多かった。本研究では、C18ディスク

を使った濃縮を行わず、水試料を凍結乾燥したのちに、

測定溶媒に再溶解・濃縮を行う事により、より簡便に感

度良く溶存有機物の FTICR-MS 分析を行うためのプロ

トコールを開発するとともに、兵庫県宍粟市の森林中か

ら採取した水試料の分析を行った。 

 兵庫県宍粟市において採取場所、採取時期により異な

る多数のサンプルの FTICR-MS 測定を実施するが、こ

の時、各サンプルを逐次的に測定する場合、サンプルシ

リンジ及び送液ラインによるサンプルのキャリーオーバ

ーを防ぐ目的で、一つのサンプルの測定後、長時間洗浄

を行わなければならず、測定スループットが非常に低下

することが問題であった。これを防ぐためにサンプルの

キャリーオーバーを防ぐための新しい測定方法の開発を

目指した予備実験を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］FTICR-MS、溶存有機物、質量分析 

 
［研 究 題 目］コヒーレント逆コンプトン散乱による大

強度軟 X 線発生の原理実証 

［研究代表者］黒田 隆之助 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は大強度 X 線生成のためにコヒーレント

逆コンプトン散乱実現のための要素技術開発を行うもの

である。コヒーレント・コンプトン散乱実現のための電

子ビーム変調に関して、空間領域変調を時間領域変調に

圧縮変換する手法に関してコード PARMELA によるビ

ームトラッキングシミュレーションを実施した。 

 具体的には、まずフォトカソード RF 電子銃からの約

4MeV の電子ビームを2本の定在波加速管によって約

30MeV まで加速を行う。その際、電子ビームのエネル

ギー分布がチャープするように加速管の位相を制御する。

エネルギーチャープした電子ビームに対して、アクロマ

ティックアーク（2個の偏向電磁石、4個の四極電磁石）

の中心部に設置したマルチスリットによって水平方向変

調を行う。さらに、アクロマティックアーク出口におい

て、空間領域から時間領域に変換する。マルチスリット

は、0.5mm 幅、2.0mm 間隔で、ビーム中心軸から±

10mm を切り出す仕様とした。アクロマティックアー

クにおける磁場設定は、時間圧縮も考慮した圧縮モード

である。XY 方向の電子分布を見ると、エネルギー分散

によって X 方向に広げられ、スリットにより切り出さ

れていることがわかった。アーク直後の時間分布におい

ては、スリットにより中心付近では約1/50（約10µm）

に空間領域を時間領域に圧縮変換できることがわかった。

アクロマティックアーク内で、電子ビームの2次、3次の

分散により位相空間分布の裾野が広がるため、均等圧縮

をするためには、マルチスリットのスリット間隔等を変

調させる必要があることがわかった。本研究により、分

散補償と最適なスリット形状を算出することでµm オー

ダーの変調が実現でき、更にスリットの微細化を行うこ

とで、最終的にコヒーレント・コンプトン散乱に必要な、

nm オーダーの変調が可能であることがわかった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］小型電子加速器、コヒーレント逆コンプ

トン散乱、マイクロバンチ電子ビーム 

 
［研 究 題 目］コンビナトリアル手法を取り入れた照射

環境下での経年劣化現象の解明・評価技

術研究 

［研究代表者］大島 永康 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大島 永康（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、原発機器構造物の照射環境下での経年劣化

現象の機構解明を効率的に行うための“コンビナトリア

ル法”を取り入れた非破壊評価技術を開発するものであ

る。コンビナトリアル法とは試料作製と特性評価を高効

率・高精度に行う強力な実験手法で、元素濃度・損傷度

等を多条件含む試料を1度に作製し、走査型プローブに

よる非破壊特性評価を行うことで、極めて効率良くデー

タを取得できる。さらに同時作製・評価により実験値の

ばらつきが低減される。この概念に基づき、本研究では

モデル金属試料の重イオン照射と陽電子マイクロビーム
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による物性評価を実施する。このうち、産総研では、陽

電子マイクロビームを用いた非破壊評価技術の開発を行

う。 

 本年度は、試料温度およびイオンビーム照射時間を調

整することで損傷度を変化させた純鉄薄膜をモデル試料

として、陽電子マイクロビームによる非破壊評価試験を

行った。試験の結果、試料中の陽電子寿命が試料温度・

照射時間に依存することが確認され、陽電子マイクロビ

ームが、薄膜金属試料の非破壊評価に有効であることが

解った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子マイクロビーム、照射損傷、コン

ビナトリアル法 

 

［研 究 題 目］微小カイラル超伝導体のエッジ電流によ

る磁化の SQUID 測定 

［研究代表者］柏谷 裕美 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］柏谷 裕美、柏谷 聡 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ペロブスカイト型超伝導体である Sr2RuO4は、カイ

ラル p 波超伝導体である可能性が強く指摘されている

が、カイラル p 波超伝導体で期待される性質のうち、

トポロジカル量子現象の一つである、カイラルエッジ電

流の存在が確認されていなことが決着に至っていない主

原因の一つである。そこで、本研究ではカイラルエッジ

電流検出のために、高感度磁束計としての SQUID を微

細化し、微小試料との位置関係を最適化することで、微

小試料の作る微小局所磁場計測システムを開発し、カイ

ラルエッジ電流の検出に挑戦する。本研究によりカイラ

ルエッジ電流が検出することは、超伝導物理の最重要問

題の一つであるスピン3重項超伝導実現の強い証明とな

り、また、Sr2RuO4トポロジカル量子ビットへの応用可

能性の検証を行うことと等価である。 

 本年度は Nb 系のマイクロスクイッドの上に、

Sr2RuO4の単結晶から収束イオンビームにより切り出し

加工されたマイクロサイズの小片を、SQUID と磁場カ

ップルが最適となる配置に集積化する技術を開発した。

これに基づきカイラルエッジ電流を検出するためのデバ

イス作成技術を完成した。 

［分 野 名］超伝導デバイス   

［キーワード］トポロジカル量子ビット、SQUID 

 

［研 究 題 目］立木用ポータブル X 線検査装置の開発

と材質研究およびマツ材線虫病研究への

適用 

［研究代表者］鈴木 良一 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 木材の材質研究をはじめ野外の林木・樹木を対象にし

た立木用 X 線検査では、軽量、小型、バッテリー駆動

可能な X 線源が必要とされている。本研究では、フィ

ールド実証試験に用いることを目的として、九州大学と

協力し針葉樹型カーボンナノ構造体電子源を用いた小

型・軽量な X 線源の開発とそれを利用した X 線断層イ

メージングによる立木の材質評価等の計測技術の開発の

検討を行っている。 

 フィールド実証試験に向け、カーボンナノ構造体電子

源を用いた X 線発生装置と X 線ラインセンサーを試料

の周囲を回転できる X 線 CT 装置を試作し、九州大が

用意した直径20cm のサンプル木材の X 線透過試験を行

った。試作機により木材の断層イメージが得られ、材質

を評価できることを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、立木、材

質評価、非破壊検査 

 

［研 究 題 目］立木用ポータブル X 線検査装置の開発

と材質研究およびマツ材線虫病研究への

適用 

［研究代表者］加藤 英俊 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］加藤 英俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 木材の材質研究をはじめ野外の林木・樹木を対象にし

た立木用 X 線検査では、軽量、小型、バッテリー駆動

可能な X 線源が必要とされている。本研究では、フィ

ールド実証試験に用いることを目的として、年輪配置、

材密度分布、節・腐朽等の欠点分布、辺心材や年輪内の

水分分布等を二次元的に表示することが可能な立木用の

ポータブル非破壊材質検査装置開発を行う。 

 本年度は、針葉樹型カーボンナノ構造体電子源を用い、

バッテリー駆動可能な小型軽量な X 線発生装置の製作

を行った。製作した X 線発生装置とイメージングプレ

ートを用い、京都府立大が用意したマツ材線虫病にかか

った松と健康な松のサンプルの X 線透過イメージの比

較検討を行った。松材を非破壊でイメージングすること

により、マツ材線虫病と健康の分離が可能なことを確認

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、立木、材

質評価、非破壊検査 

 

［研 究 題 目］ジョセフソン効果と量子ホール効果を基

準とした熱力学温度測定技術の開発 

［研究代表者］浦野 千春（計測標準研究部門） 

［研究担当者］浦野 千春、丸山 道隆、金子 晋久、

大江 武彦、堂前 篤志、福山 康弘、
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山澤 一彰、丹波 純、山田 隆宏 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年10月に行われた第24回国際度量衡総会の決議で、

国際単位系 SI の熱力学温度の単位ケルビンの定義は、

基礎物理定数であるボルツマン定数を基にした定義とな

る方向性となった。現行の定義と改訂後の定義との不一

致が最小限となるよう、現在多くの研究機関で各種の熱

力学温度計を使用し、現在の熱力学温度の定義からボル

ツマン定数を精密に測定するための研究が進められてい

る。我々のグループでは抵抗器の熱雑音から熱力学温度

を求める、所謂ジョンソンノイズサーモメトリー

（JNT）によってボルツマン定数の精密測定を行う技

術の開発に取り組んでいる。 

 平成25年度は、ジョセフソン任意波形発生器が生成す

る量子電圧雑音信号を基準として水の三重点に置かれた

抵抗温度計の熱雑音を測定するシステムを用い、ボルツ

マン定数測定に着手した。基準とする量子電圧雑音信号

の発生において、ジョセフソン素子にかかるバイアス電

圧が差動増幅器の入力に等しくかかるようにした独自の

パルス駆動方法などを中心に、システムの構成と初期の

測定結果について国際会議での報告などを行った。その

他、平成24年度まで問題となっていた外来の不要信号の

除去に成功し、ボルツマン定数の精密測定に向けて大き

く前進した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］SI 単位、ボルツマン定数、熱雑音、ナ

イキストの定理、ジョセフソン効果、量

子ホール効果 

 

［研 究 題 目］二次元ダークフリンジ法による球体直径

測定原理開発とアボガドロ定数精密決定

への応用 

［研究代表者］倉本 直樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］倉本 直樹、藤井 賢一、藤本 弘之、 

早稲田 篤、水島 茂喜、東 康史 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 アボガドロ定数は重要な基礎物理定数であり、シリコ

ン単結晶の密度、モル質量、格子定数の測定から求めら

れる。近年、質量の単位であるキログラムの基礎物理定

数による再定義のために、非常に高精度なアボガドロ定

数測定が求められている。アボガドロ定数測定高精度化

においては、密度測定のためのシリコン単結晶球体体積

測定高精度化が支配的な役割を果たす。そこで本研究で

は、1．新たな球体直径測定原理（二次元ダークフリン

ジ法）に基づく、シリコン単結晶球体体積高精度測定用

レーザ干渉計の開発、2．アボガドロ定数の世界最高精

度（2×10-8）での決定、を目的とする。 

 この目的のために以下の研究開発を実施した。 

1. 二次元ダークフリンジ法による球体直径測定原理開

発および光学部品の最適化 

 平成24年度に購入した高速度カメラにより干渉縞を

取り込み、二次元ダークフリンジ法に必要な予備デー

タの取得を行った。また、新たな干渉縞解析法による

球体体積測定高精度科およびアボガドロ定数決定への

影響をまとめ、第34回日本熱物性シンポジウムで発表

した。 

2. アボガドロ定数決定に必要な各測定の精度検証 

 平成26年度に実施予定の28Si 単結晶球体の体積測

定、質量測定、表面分析及び格子定数均一性評価に備

え、自然同位体比 Si 単結晶球体を導入し、各測定の

精度検証を行った。格子定数均一性に関しては高精度

温度計などを導入し、測定精度を大幅に向上させた。

シリコンウェハーの格子定数均一性を評価し、高エネ

ルギー加速器研究機構第31回フォトンファクトリーシ

ンポジウムで発表した。 

3. 28Si 単結晶シリコン球体測定スケジュール調整 

 アボガドロ定数高精度測定に必要な28Si 単結晶球

体は国際研究協力「アボガドロ国際プロジェクト」の

所有物である。研究協力参加機関と交渉し、28Si 単

結晶球体を用いた産業技術総合研究所での測定を平成

26年度に実施するよう調整した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］基礎物理定数、アボガドロ定数、光周波

数制御 

 

［研 究 題 目］イッテルビウム光格子時計における青方

魔法波長の探索 

［研究代表者］安田 正美（計測標準研究部門） 

［研究担当者］安田 正美、赤松 大輔（常勤職員2

名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究では、イッテルビウム（Yb）光格子時計のさ

らなる不確かさ低減のために、Yb 原子の青方離調魔法

波長を探索することを目的とする。魔法波長とは、時計

遷移周波数に対する最大の摂動要因であるドップラーシ

フトを抑制するために原子を空間的に強く束縛しながら

も、それに対する1次光シフトの影響をキャンセルでき

る光格子レーザ波長のことである。従来の赤方光格子と

は逆に、正に離調をとる青方光格子の場合には、原子は

光電場強度がゼロの点に捕獲されるため、従来の魔法波

長では除去できない高次光シフトによる不確かさを低減

できる。 

 本年度は、青色レーザによる光シフト量を速やかに測

定するために、セシウム原子時計や UTC（NMIJ）な

どのマイクロ波周波数標準に基づく測定ではなく、他の

光周波数標準との直接的な比較を行うことが望ましいと

いう事実を踏まえ、独立に開発されたストロンチウム

（Sr）光格子時計（絶対周波数評価済）との周波数比
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直接測定実験を行い、これに成功した。これは、異種光

格子時計同士の直接比較実験としては世界で初めてであ

る。セシウム原子時計を介しない、光周波数の直接比較

のため、米国での測定よりも大幅に短い積算時間で、よ

り小さな不確かさを達成することに成功した。また、そ

の周波数比の値自体は、両者の不確かさの範囲内で一致

し、光ファイバなどを用いない大陸間遠隔周波数比較を

デモンストレートすることにも成功したといえる。さら

に、本研究課題である、青方離調の光シフト用レーザ光

源システム（外部共振器半導体レーザ、テーパアンプに

よる光強度増幅器、第二次高調波発生用光共振器等）の

開発を進めて、100 mW もの青色レーザ光の発生に成

功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、魔法波長、高次光シフト 

 

［研 究 題 目］フィードバック型広帯域干渉計による位

相・群屈折率分散計測システムの開発 

［研究代表者］平井 亜紀子（計測標準研究部門） 

［研究担当者］平井 亜紀子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 光科学、光学産業の多くの分野で、光学材料の屈折率

やその波長依存性（分散）の正確な情報が必要とされて

いるが、10-5から10-6オーダーで値の信頼性が確保でき

る測定技術は少なく、また、これまではレーザや輝線ス

ペクトルのような離散的な単一波長における屈折率の値

しか直接精密測定できなかった。本研究では、白色

LED のようなブロードバンド光源を用い、バリアブル

パス（光路長可変）干渉法と分光器、光路長補償系を組

み合わせることにより、光学材料の位相屈折率分散およ

び群屈折率分散を精密に直接計測する手法を開発する。 

 平成25年度は、目標とする屈折率の測定精度を達成す

るために必要な装置の性能を検討・決定し、群屈折率分

散と位相屈折率分散の両方を測定することができる光学

系の構築を引き続き行った。 

 群屈折率分散測定では、光路長変化用の長距離移動ス

テージが静止した状態で分光器によりチャネルドスペク

トルを取得する。チャネルドスペクトルから精度良く光

路長を求めるために、スペクトルの帯域幅とチャネル構

造の周期、分光器の波長分解能の関係を考慮し、最適な

光路長を決定した。また、群屈折率分散、位相屈折率分

散測定とも、光軸やステージ移動軸に対するプリズムの

角度調整が測定精度に影響を及ぼす。そのため、プリズ

ムの必要な調整軸と調整方法を検討・決定した。また、

これまで長距離移動ステージの静止性能および移動性能

ができるだけ良いものが得られるようにステージ制御パ

ラメータを検討して決定してきたが、それに応じた信号

取得系を設計した。また、シミュレーションにより原理

を確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］屈折率、分散、干渉計測、広帯域光干渉

計 

 

［研 究 題 目］高安定光共振器による光周波数コムの絶

対線幅狭窄化 

［研究代表者］稲場 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇、保坂 一元、洪 鋒雷 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 （光コム）は、従来世界最先端のグループが大プロジ

ェクトを決行して、それでも限られた期間しか行えなか

った「光の周波数を測ること」を、定常的に行える技術

に変えた画期的なものである。これにより光周波数での

時間標準（光時計）が現実味を帯び、現在熾烈な研究競

争が繰り広げられている。この光時計では、高安定共振

器に安定化された線幅1 Hz 級の連続発振（CW）レー

ザ、いわゆる狭線幅化レーザが時計遷移の観察に必要で

ある。一般的には、時計遷移波長に相当する波長用の高

安定共振器が一種類の光時計に一つ必要である。 

 本研究の目標の一つは、高安定共振器に安定化された

狭線幅化レーザ（波長1064 nm）を基準レーザとして用

いて、光コムを介して Yb 光格子時計の時計遷移波長で

ある578 nm に線幅を転送して時計遷移を観察すること

である。この技術により、高安定共振器が一つあれば可

視～近赤外全ての波長域で狭線幅化レーザを実現できる

ようになる。もう一つの目標は、高安定共振器に安定化

された狭線幅化 CW レーザを省略し、光コムを光共振

器に直接安定化することである。CW レーザを省略する

ことでより線幅伝達の経路が短くなり、我々の開発した

高速制御型光コムがもともと低雑音であること、および

制御帯域が1 MHz を超え、他のレーザでは実現するこ

とが難しいほど高速であることと相まって、信頼性の飛

躍的な向上、および高安定光共振器の安定性のより忠実

な光コムへの伝達による性能向上が期待できる。 

 今年度は、1535 nm の高安定光共振器を音響遮蔽箱

に格納し、既存の1064 nm 高安定レーザとのビート周

波数を観察し、図2のようなアラン偏差が得られた。平

均時間1秒において、約2×10-15の周波数安定度が得られ

ており、これは2つの光共振器の熱雑音限界と推定され

る。一方で、高安定光共振器に結合している連続発振の

半導体レーザを光コムに置き換え、光コムを共振器に導

入した。透過光および誤差信号の観察を試みているが、

今のところ信号は得られていない。既存の低フィネス共

振器への導入など予備実験を重ね、引き続きを安定化の

ための作業を行っている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光周波数コム、高安定光共振器、狭線幅

レーザ、線幅1 Hz 級レーザ 

 

［研 究 題 目］双方向波長多重信号による長距離光ファ
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イバの位相安定化技術の研究 

［研究代表者］雨宮 正樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］鈴山 智也、渡部 謙一 

（常勤職員3名） 
［研 究 内 容］ 

 高精度タイミング信号は計測、通信、科学等の多岐の

分野において必要であり、光ファイバによる高安定な供

給が期待されている。課題は光ファイバ周囲の温度変動

等による位相変動を抑圧させることである。このため位

相制御用信号を一心の光ファイバに双方向に異なる波長

で伝送させることにより、光ファイバの位相変動量を送

信側で検出し、高精度に位相制御する方法の検討を行っ

た。本装置は微調用ファイバストレッチャーと粗調用フ

ァイバスプールの組み合わせにより光ファイバ長の位相

変動を補償する構成である。ピエゾ式ファイバストレッ

チャーによる位相補償の性能評価結果は、短尺ファイバ

と高速信号（10 GHz）を用いて平均時間1日でアラン

標準偏差1E-19の安定度が得られ目標とした長期安定性

が得られた。次に長距離光ファイバの位相補償に必要な

粗調用ファイバスプール位相補償装置の作成とその性能

評価を実施した。本装置はファイバスプールをペルチェ

素子で温度制御して位相を制御する。位相制御用信号と

位相制御用の40 km ファイバスプールを用いた実験結

果は、温度を-4℃～46℃の範囲で変化させることにより、

出力位相を75 ns 変化させることに成功した。実際に敷

設された伝送路長100 km の光ファイバ最大位相変動量

は約50 ns であったため、実験で得られた75 ns の位相

補償量は長距離光ファイバの変動に十分対応できるもの

であることが確かめられた。また本研究の最終目的であ

るファイバ長固定化システム（＝プラットフォーム）の

評価を実施した。ここでは各種信号の一例として、1 

GHz の正弦波を波長1550.116 nm でプラットフォーム

に多重して伝送させて評価した。その結果、短期（平均

時間1 s）で3.4×10-15が得られ、また長期（平均時間

105 s）においても周波数安定度は2.7×10-19となった。

この結果から、10 GHz の信号により位相制御されたフ

ァイバ長固定化システムにより、複数の信号を位相制御

しなくても伝送できる可能性が示された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］計測工学、情報通信工学、クロック伝送、

タイミング信号、同期技術、周波数安定

度 

 

［研 究 題 目］極微弱 LED の全光子束測定技術の開発 

［研究代表者］丹羽 一樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］丹羽 一樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 マイクロプレートリーダ、あるいは発光イメージング

装置の精度管理、あるいは校正に用いられる2π放射

LED 微弱光源の開発が進められている。本研究では、

この光源の分光全放射束の測定を目的としている。 

 具体的には、極微弱 LED 用積分球式分光計測装置を

用いて、分光全光子束の測定を行う。 

 測定装置の分光感度校正は500 W 分光放射束標準電

球を使用、測定の不確かさは±18 %（k=2）、2π（半空

間）幾何条件の光源を測定できる。 

 光源として、プレート型極微弱 LED 光源を共同研究

者である中谷氏が開発し、これを測定した。また、

ATTO 社が販売する同様の光源製品 TRIANT を評価す

るための参照光源についても測定を実施した。その結果、

いずれの光源についても、メーカが独自に行った測定結

果とおおよそ整合する結果が得られた。メーカは、分光

応答度が校正されたフォトダーオード検出器を、光源を

覆うように接触させて測定している。この方法は、検出

器の斜入射特性、検出器面と光源面の間の再反射成分の

影響、波長分布に関する補正など、検証が実験的に難し

い不確かさ要因を孕んでいるが、最終的には実用上大き

な問題は生じない程度の測定が行えていることが確認で

きた。 

 また、本測定の妥当性確認と活用促進を目的として、

ホタル生物発光反応の量子収率測定実験を行い、発光反

応特性と量子収率の関連性などの知見を得ることが出来

た。更に汎用型発光分光測定装置（スペクトロメータ）

の波長感度校正に LED 光源あるいは発光反応溶液を用

いるための実証に必要なデータ収集まで実施した。 

 以上の研究成果に関して、Biotrans2013（7月、マン

チェスター）等での成果発表を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］分光放射計測、積分球、LED、バイオ 

アッセイ 

 

［研 究 題 目］ナノ粒子の細胞内取り込み挙動解析を可

能とする単一ナノ粒子計測システムの開

発 

［研究代表者］稲垣 和三（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲垣 和三、藤井 紳一郎、宮下 振一、

高津 章子（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、我が国の産業及び医療分野における機能

性ナノ粒子の開発競争力強化に資することを目的として、

金属含有ナノ粒子の細胞内取り込み及び溶解性評価を可

能とする単一ナノ粒子計測システムを新規開発している。

研究2年目である平成25年度は、前年度に開発したシス

テムのさらなる改良とその性能評価を行うべく、①検出

システム時間分解能の改善（Δt: <10 us）とデータ解

析手法の確立、②単位時間あたりの粒子導入数限界の評

価を実施した。 

① 時間分解能の改善とデータ解析手法の確立 

 前年度までに時間分解50 us で計測できるシステム

を構築したが、単一細胞ないしナノ粒子がプラズマ内
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で分解したときに生じるイオン滞在時間は、粒子サイ

ズによって200 us 程度になることから、さらなる高

時間分解能が必要であった。本年度は、検出器からの

読み込みシステムを変更し、読み込み速度を向上させ

ることで時間分解能＜10 us での計測を可能にした。

一方、時間分解能を上げるとデータ解析が複雑になる

ことから、システム改良と併せて正確な粒子カウンテ

ィングができるようにデータ解析法を検討した。 

② 単位時間あたりの粒子導入数限界の評価 

 開発している計測システムの計測スループットを向

上させ、かつ細胞及びナノ粒子の粒子個数濃度、粒径

分布計測を正確に行うためには、同一計測時間に複数

の粒子が検出されない条件を満たす粒子導入数限界を

評価する必要がある。本年度は、酵母細胞をモデルに

して粒子導入数限界を評価した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］細胞、ナノ粒子、多元素計測 

 

［研 究 題 目］キャビテーション発生量の定量計測技術

の開発 

［研究代表者］内田 武吉（計測標準研究部門） 

［研究担当者］内田 武吉、菊池 恒男 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

 高出力水中超音波に付随して発生するキャビテーショ

ンは、半導体などの精密部品の洗浄等の多くの分野で利

用されている。一方、キャビテーションは超音波照射対

象を破壊する作用もあるため、安全性の観点から、キャ

ビテーション発生量を計測・制御する技術が求められて

いる。そこで本研究では、キャビテーションバブルから

発生する高周波数超音波信号である broadband noise
を利用したキャビテーション発生量の計測技術開発を行

っている。今年度は、broadband noise の測定に用いる

キャビテーションセンサの高度化と、これまでに用いら

れているキャビテーションの評価方法の問題点を検討し

た。キャビテーションセンサの高度化に関しては、セン

サのサイズを20 mm から10 mm にすることにより、

空間分解能の向上を図った。新型センサを用いて

broadband noise の測定を行った結果、キャビテーショ

ンバブルが集まる定在波音場の腹の距離を正確に測定で

きた。また、新型センサの結果とキャビテーション発生

分布を視覚的に観察できるソノケミカルルミネッセンス

（SCL）の発光分布を比較した結果、新型センサの結

果と SCL の発光間隔が一致した。これらの結果により、

新型センサはこれまでより正確にキャビテーション発生

分布を測定できることを確認した。一方、従来のキャビ

テーション評価方法は、ハイドロホンというセンサを用

いて測定した音圧が用いられてきた。そこで、ハイドロ

ホンにより測定した音圧と、SCL を比較した結果、高

音圧部分と SCL の高発光部分が一致しないことを確認

した。これは、音響流によりキャビテーションバブルが

流されていることが原因と考えられる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］キャビテーション、水中超音波、キャビ

テーションセンサ、超音波洗浄、ソノケ

ミストリ 

 

［研 究 題 目］超電導放射線検出器を用いた新しいバイ

オマス度測定装置の開発 

［研究代表者］佐藤 泰（計測標準研究部門） 

［研究担当者］佐藤 泰、福田 大治（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 地球温暖化防止に向けて、温室効果ガスの削減が推進

されているところであるが、この一環として、バイオマ

ス燃料やバイオマスプラスチック等の利用促進が行われ

ている。これらのバイオマス製品を人々が安心して利用

し、不正品の流通を抑制して、温室効果ガス削減を達成

するには、製品のバイオマス成分の混合比（バイオマス

度）を検証することが必要である。本研究開発では、従

来法と異なる新しい測定手法により、製品のバイオマス

度を、比較的安価な装置で高精度に測定できるようにす

ることを目的としている。これにより、人々が安心して

バイオマス製品を利用できる基盤を確立できる。 

 本年度においては、前年度に引き続きバイオマス測定

用超電導転移端放射線検出器の設計を行った。放射線に

よりバイオプラスチック内に発生する熱エネルギーの、

伝熱速度の向上のため、バイオプラスチックにカーボン

ナノチューブを混合する方法、バイオプラスチックと金

箔を溶着させる方法、金箔上にバイオマス由来のカーボ

ンナノチューブを成長させる方法を検討した。昨年製作

した EGS5MPI モンテカルロコードを改良して、C-14

から放出されるβ線の挙動をシミュレーションした。こ

れに加え、バイオマス測定用超電導転移端放射線検出器

によるバイオプラスチックのバイオマス度測定のために

必要な、低温環境構築のための冷凍機の整備を引き続き

行うとともに、一度に複数の試料を測定するため、超電

導転移端放射線検出器の多素子化へ向けた機器の検討、

及び整備を行った。 

 また、本研究課題を遂行する途上で、本研究課題の派

生技術として新たな放射能絶対測定法を着想するに至り、

特許を出願した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］バイオマス、超電導放射線検出器、β線、

シミュレーション工学、EGS5MPI 
 

［研 究 題 目］生体マトリックス中タンパク質の高精度、

高感度定量法の開発 

［研究代表者］絹見 朋也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］絹見 朋也、中島 芳浩 

（常勤職員2名） 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(829) 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、血清など生体マトリックス中の特定の

タンパク質を、高い選択性をもって高精度かつ高感度に

定量する手法の開発を目的とする。定量対象とするタン

パク質の配列にアミノ酸点変異を導入した組換体タンパ

ク質を内標準として用い、プロテアーゼ消化によって得

られた試料由来および内標準由来ペプチド（標的ペプチ

ド）を LC-MS/MS により比較定量する方法である。定

量に用いるペプチドにアミノ酸点変異が入るよう内標準

を設計し、アミノ酸変異による質量差を利用して、同位

体希釈法と同様に試料由来ペプチドと内標準由来ペプチ

ドを区別する。従って同位体希釈質量分析法と同等の感

度と精度が期待できる。本課題では、血清中低濃度 C
反応性タンパク質（CRP）や血清中成長ホルモンなど

臨床化学の分野に重要なタンパク質の精密定量に応用す

る。 

 25年度は、点変異を導入した CRP の調製について、

安定したリフォールディングを行える調製法の開発、お

よびペプチドの高感度、高精度定量法の開発を行った。 

1. 血清や高濃度アルブミンへの一段階の希釈のみで、

尿素によって可溶化タンパク質をリフォールディング

できた。 

2. 血清Ｃ－ペプチドについて、アフィニティー精製に

より血清から高効率に精製し、N 末端化学修飾によ

り LC-MS/MS により高感度検出する方法を確立した。  

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］タンパク質、質量分析、定量分析、臨床

化学 

 

［研 究 題 目］高精度テラヘルツ絶対電力センサー素子

の開発 

［研究代表者］飯田 仁志（計測標準研究部門） 
［研究担当者］飯田 仁志、木下 基（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

 テラヘルツ波を利用した応用研究は世界中で盛んに行

われている。テラヘルツ帯の測定器が手軽に利用できる

ようになってきたが、最も基本的な物理量の一つである

絶対電力測定のトレーサビリティが確立できないことが

課題となっている。本研究はテラヘルツ帯の絶対電力を

定めるための高精度センサー素子の開発を目的としてい

る。本年度は当該センサー素子の要素技術となるテラヘ

ルツ吸収体とその吸収熱の検出方法についての検討を行

い以下の成果を得た。 

 吸収体について時間領域分光による材料評価を進めた

結果、熱線吸収ガラスがテラヘルツ領域において比較的

良好な吸収特性を有することを明らかにした。さらにそ

の吸収熱の検出方法について、室温において高感度な検

出を行うことを目標とし、等温制御型カロリメータの実

験装置を構築し基礎検討を行った。本実験装置ではテラ

ヘルツ入射電力による吸収体での吸収熱を、ペルチェ素

子を用いた熱電変換により直流の電力に置換して測定を

行う方法を採用した。まず、基本となる直流応答特性の

評価を行い動作条件の最適化を進めた。テラヘルツ検出

の実験では熱放射や環境温度の変化などの様々な外乱が

無視できないことが明らかとなった。これらの影響につ

いてはより定量的な解析が必要ではあるが、1テラヘル

ツにおいてサブマイクロワットレベルの検出に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］テラヘルツ、絶対電力、トレーサビリテ

ィ 

 

［研 究 題 目］化学分離を必要としない迅速な放射性ス

トロンチウムの絶対測定法の研究 

［研究代表者］海野 泰裕（計測標準研究部門） 

［研究担当者］海野 泰裕（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、化学分離を用いずに、Cs-134、Cs-137
と混在した試料中の Sr/Y-90放射能を測定する手法を開

発することを目的とする。本手法の開発において、原理

を実証するための実験を実施し、既知値との比較により

実験結果を検証する。実証実験のための検出器と測定回

路を設計し、実機を組上げて測定する。 

 本研究で開発する測定手法の原理が4πβ-γ同時計数

法を応用する。そのため、試料から放出されるベータ線

とガンマ線の双方に対して高い計数効率を持つように、

実証実験に用いる測定器を開発した。測定結果の解析に

より、評価された試料中の Sr/Y-90放射能は、本測定手

法が実際に成立することを実証できた。 

 測定された Sr/Y-90放射能の不確かさ評価を実施した。

個別要素を分析すると、測定不確かさを小さく抑えるた

めに、ベータ線計数効率を向上させることが重要である

ことが示された。また、ガンマ線検出器の配置の違いが

どのように影響するのか、明らかにしておくことが必要

であることも示された。 

 この課題に対して、シンチレータからの光の取出し方

法を改善した感度の高いベータ線検出器を開発した。ま

た、ベータ線とガンマ線を核データの通りに放出するシ

ミュレーション技術を開発した。これらにより、Sr/Y-

90放射能測定に適した測定器を設計できるようになった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射能測定、放射性ストロンチウム、絶

対測定、ガンマ線検出器、ベータ線検出

器、シミュレーション 

 

［研 究 題 目］環境動態解析のためのハロゲン化ナフタ

レン分析法の高度化 

［研究代表者］羽成 修康（計測標準研究部門） 

［研究担当者］羽成 修康（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は、一から八塩素化体の同族体を有する
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塩素化ナフタレン（PCN）の全75異性体について、二

次元ガスクロマトグラフ質量分析計（GC×GC/MS）を

用いて詳細な分離分析を実施することである。当該年度

は、三塩素化体の異性体に関して得られた詳細な分離分

析結果を解析し、異性体分離・定性情報を確定すること、

及びその分析条件を製剤・環境試料に適用すること、さ

らに未だ不足している臭素化ナフタレン（PBN）異性

体を光化学反応を用いて合成することであった。三塩素

化体では、14異性体のうち12異性体の分離を確定できた

ため、全異性体の完全分離は困難であったが、結果とし

て73異性体の分離を実現した。また、本法を PCN 製剤

である Hallowax シリーズの分析に適用し、詳細な成分

組成解析を実施したところ、なかでも研究協力者等から

の協力により入手した Hallowax 水溶液の光分解試験前

後の分析結果から、紫外線強度の強い山頂付近では

PCN が脱塩素化等し、低塩素化することが明らかとな

った。特に、ダイオキシン類似の毒性を示す異性体が存

在しない製剤 Hallowax1051においては、光分解試験後

の溶液中に毒性を示す五塩素化体の異性体#52/60、六

塩素化体の異性体#66/67が脱塩素化等により生成した

ことを確認した。得られた結果は、PCN に関するリス

ク評価及び汚染源推定の高度化に繋がる成果と考えられ

る。PBN の合成に関しては、より良い光化学反応条件

を確定できなかったため、合成手法の変更が必要となっ

たが、市販の一部 PBN 異性体では GC×GC/MS によ

り詳細分離が可能であったため、本法は PCN/PBN の

一斉分析を可能とする一つの手法であると考えられる。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］有害化学物質、環境分析、異性体分離、

二次元ガスクロマトグラフ質量分析計 

 

［研 究 題 目］液中分散ナノカーボン材料の分散安定化

機構の解明 

［研究代表者］加藤 晴久（計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 晴久（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 安定な液中分散ナノ材料を作製するには、界面活性剤

や錯体分子を分散剤として利用した液中で均一且つ安定

化させる方法が有効である。このとき高効率且つ最適な

分散剤添加量を決定するためには、定量的な分散剤吸着

量の計測評価と分散安定化機構の解明が必須である。本

研究では、とくに水中での分散が困難で会合性が高いナ

ノカーボンに焦点を当て、材料分散安定性に対するナノ

カーボンへの分散剤吸着量の相違・ナノカーボン／分散

剤会合体の構造変化の関係を評価することを目的とした。

H25FY ではカーボンブラックならびにグラフェンにお

ける液中分散法を検討した。高分子分散剤としては

BSA、肺サーファクタント、CMC を用いた。低分子分

散剤としては Tween80、Triton、Puluonic を用い、超

音波分散時間、超音波パワーならびに分散温度等の最適

条件を検討した。 

 作成した分散液の安定性については動的光散乱を用い、

その粒径変化ならびに光強度変化から評価を実施した。

各ナノ炭素材料における分散剤による表面電の違いにつ

いてはゼータ電位を用いた検討を実施した。結果、安定

的に分散された分散液のゼータ電位値は、分散剤にかか

わらずその絶対値は小さく、安定性は粒子間の静電反発

相互作用ではなく、立体反発相互作用等がかかわってい

ることが DLVO 理論より解明された。 

 さらに PFG-NMR による自由ならびに束縛分散剤の

拡散挙動評価を実施した。具体的には初期分散時におけ

る分散剤に対し、そのあとのさらなる分散性を誘起させ

るための別分散剤の添加を実施した際に、分散剤置換が

起こるかについての評価を中心に実施した。結果、初期

分散に使用した分散剤はどれも非常に強くナノ炭素材料

に束縛されており、その後に添加した分散剤は弱い相互

作用はするものの、置換が起こらないことが確認された。 

これらの成果を“Behavior of surfacctants in aqueous 
dispersions of single-walled carbon nanotubes”のタ

イトルで査読付き論文としいて RSC Advance にて発表

し、さらに UK で開催された Nano energy 討論会にて

成果発表を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］分散性、分散剤、ナノ材料、粒径、 

DLS、PFG-NMR、ゼータ電位、拡散係

数 

 

［研 究 題 目］デュアル光格子時計を用いた、黒体放射

の影響を受けない合成時計周波数の実証 

［研究代表者］赤松 大輔（計測標準研究部門） 

［研究担当者］赤松 大輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、二つの光格子時計に周波数安定化された

レーザを用い光周波数コムを周波数安定化することで黒

体放射の影響の受けない合成時計周波数の存在を実証す

ることを目的としている。そのためには Sr 光格子時計

と Yb 光格子時計を同一真空槽中で実現する必要がある。

そこで、2年目は、前年度までに完成した Sr 光格子時

計の絶対周波数計測、および不確かさ評価を行った。さ

らに既存の Yb 光格子時計と組み合わせて Yb/Sr 光格子

時計の周波数比計測を行った。これらの結果は、論文に

まとめ、英文誌に出版された。 

 さらに、デュアル光格子時計を目指し、Sr 光格子時

計が実現している真空装置を用いた Yb 原子のレーザ冷

却の実験を行った。ダイクロイックミラーを用いて Yb
原子レーザ冷却のための光を Sr 原子レーザ冷却用の光

と重ね合わせることで、同時に二つの原子種の磁気光学

トラップに成功した。二種類のアルカリ土類金属の異重

項間遷移をもちいた磁気光学トラップに同時に成功した

という例はなく、世界初の成果であるといえる。これは、
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デュアル光格子時計の実現への大きなマイルストーンと

なるだけでなく、混合冷却気体の物理の新たなフィール

ドを提供する成果である。 

［分 野 名］計測・計量標準  

［キーワード］光格子時計、黒体放射、光周波数コム 

 

［研 究 題 目］常磁性物質定量用新規一次標準分析法の

開発 

［研究代表者］松本 信洋（計測標準研究部門） 

［研究担当者］松本 信洋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 重量法・電量分析法・凝固点降下法は、物質量（濃

度・純度）の標準物質を参照する事なく試料の濃度等を

直接定量できる一次標準直接法であり、様々な認証標準

物質の値付けに用いられている。本研究では、将来の一

次標準直接法の候補となる新規定量分析法の実現を目標

として、キュリー・ワイスの法則に基づく不対電子をも

つ成分を対象とした定量分析法を検討した。一次標準直

接法による分析値の不確かさは詳細に評価されている必

要がある。本分析法の原理の妥当性確認を目的として、

酸化ガドリニウムと反磁性の酸化ケイ素の混合粉末にお

ける酸化ガドリニウム濃度を本磁気分析法により分析し

たときの不確かさ要因を詳細に検討した。非線形最小自

乗法による回帰分析の方法を改善した結果、分析値の拡

張不確かさは約5 %となった。その不確かさを今後減少

させていくためには、磁気モーメントの磁場中温度依存

性測定に使用している超伝導量子干渉計の温度センサー

の極低温領域から室温までの広範囲にわたる校正と磁気

モーメント測定値の再現性の向上が必要である。本定量

分析法は非破壊的な共存分析法であり、本研究の分析条

件下では、試料の絶対量が10～100 mg の半微量分析、

分析対象成分の相対量が0.1～100 %である常量成分分

析である事を確認した。今後、フリーラジカルまたは遷

移元素をもつ高純度化合物の非破壊的純度分析法などへ

の応用が期待される。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］分析化学、計量学、磁気分析 

 

［研 究 題 目］配列特異的な核酸分子の高精度定量技術

の開発 

［研究代表者］藤井 紳一郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤井 紳一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生体分子として重要な位置づけにある核酸分子

（DNA や RNA）を対象として、臨床検査や食品検査

などでの定量分析が行われている。しかし、定量値の信

頼性を確保するための高精度な定量技術は少なく、適用

可能な範囲の拡大も含めて開発が急務である。従来行わ

れてきた高感度な核酸分析手法として、酵素的な増幅を

利用した PCR 法が用いられてきたが、増幅効率や非特

異的増幅などの問題から、直接的に高分子の核酸を定量

することのできる手法が求められている。そこで本研究

では、分光学的手法や PCR 法といった相対比較法では

なく、塩基配列情報を維持した高分子の核酸分子を直接

定量する絶対的な定量手法を開発することを目的とする。 

本年度は、質量分析法を用いた核酸の定量評価を実施し

た。具体的には、これまでに合成、評価を行った核酸、

および定量評価が行われた核酸認証標準物質等を用いて、

対象となる高分子の DNA の質量分析を行った。また、

測定対象試料としては、測定対象の適用範囲の拡張を念

頭に置き、オリゴ DNA から600塩基対程度の長鎖 DNA
および1000塩基程度の長鎖 RNA を対象として、それら

の定量評価を行った。これらの試料は、同位体希釈質量

分析法などの手法で定量評価された核酸分子であり、本

研究で開発する測定に関する妥当性の確認が可能である。 

測定における分離分析技術としては、高速液体クロマト

グラフィ（HPLC）やキャピラリー電気泳動（CE）法

を適用した。HPLC については、サイズ排除クロマト

グラフィ（SEC）カラムを用いた分離系を検討し、特

に質量分析法に適用可能とするために通常溶離液に添加

される吸着防止剤である塩類を添加しないものとした。

カラム担体や溶離液 pH などを最適化することで、こう

した条件でも効率よく分離可能な系を開発し、核酸分析

に適用した。また、CE 法では、通常高分子核酸を分離

する際に用いるゲル緩衝液を用いた質量分析との融合を

検討した。ゲル緩衝液をイオン源へ導入しても分析可能

なように、微少試料導入装置を独自に開発し、本分離法

による高分子核酸の質量分析を実施した。これらの分析

結果は、測定対象試料を評価した同位体希釈質量分析法

などの他の測定結果と一致する結果が得られたことから、

本研究で開発した測定技術による測定結果の妥当性が確

認された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］核酸定量、配列特異的、質量分析 

 

［研 究 題 目］陽電子寿命測定法を用いた構造物の疲労

検査装置の開発 

［研究代表者］山脇 正人（計測標準研究部門） 

［研究担当者］山脇 正人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年インフラの劣化が問題視されており、構造物の安

全性が求められている。陽電子寿命測定法は金属疲労と

密接な関係がある転位等の原子欠陥レベルの超微細空孔

の高感度検出が可能であり、本測定法の金属疲労検査等

の応用の期待が高まっている。そこで今回、構造物の

“その場”測定が可能なアンチコインシデンスを用いた

ノイズキャンセル方式による陽電子寿命測定技術を用い

た、ポータブル型寿命測定装置の開発の上で必須となる

遮光性を有する Ti 薄膜製 Na-22線源を試作し、性能評

価を行った。 
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 Ti 薄膜製 Na-22線源を採用した陽電子検出器で観察

された約1 %のノイズの影響について検討したところ、

要因はアンチコインシデンスを行う上でノイズをキャン

セルする為に用いているシンチレータの寿命成分の可能

性であることがわかった。そこでシンチレータ由来の陽

電子寿命成分をモデルとしたノイズの計算評価を行った

ところ、単結晶シリコンの陽電子寿命にして10 ps 程度

短く見積もってしまう傾向があることがわかった。そこ

で、長寿命成分をフィッティングパラメータに予め追加

し、通常2成分解析を行うところを3成分解析することで、

このサンプル寿命のずれを1桁程度緩和できるとの計算

結果を得た。この値は短時間でのその場測定においては

十分許容出来る範囲と考えられる。この様にして解析に

おけるパラメータを決定することが出来た。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］陽電子寿命測定、非破壊検査、その場測

定、金属疲労、金属材料 

 

［研 究 題 目］多層型マンガンバスによる中性子放出率

の絶対測定法の開発 

［研究代表者］松本 哲郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］松本 哲郎（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 放射性同位元素による252Cf や241Am-Be 中性子線源は、

水分計や非破壊検査などさまざまな産業、工業分野で利

用されている。中性子線源は、現場の安全やコンプライ

アンスの観点からも管理が求められている。その一つの

指標が中性子放出率（単位時間当たりの中性子放出数）

であるが、従来中性子放出率の絶対測定には、大規模な

装置を必要としていた。本研究では、マンガン含有合金

と水素を含有したポリエチレン板を多層状に配置した構

造の多層型マンガンバス検出器を提案した。検出器の中

心に中性子線源をセットする。線源からの中性子は、検

出器中水素により減速され、金属中のマンガンが55Mn
（n,γ）56Mn 反応で放射化して得られるガンマ線を測定

することにより、中性子放出率を求めるものである。本

検出器では、検出器中のマンガン含有量が結果に大きく

影響を及ぼす。そこで、組み立てた検出器中のマンガン

の絶対量を知るために、マンガン合金中のマンガン含有

量を産総研熱中性子場における放射化法を用いて、純マ

ンガン粉末との比較測定を行った。放射化測定では、純

マンガン粉末を内部が20 mm 直径×1 mm 厚のアルミ

ニウムケースに入れた状態で行った。合金も20 mm 直

径×1 mm 厚のペレット状に加工し、同様のアルミニ

ウムケースに入れた。放射化後は、相対検出効率60 %
の高純度 Ge 検出器によって測定が行われた。また、合

金の板ごとの差異がないことを確かめるために、熱中性

子による放射化法に加えて、京都大学原子炉実験所の電

子ライナックを用いた熱中性子ビームを用いてマンガン

全断面積の中性子共鳴を用いた透過測定による検証も行

った。その結果、合金中のマンガン含有率が導出でき、

合金の板ごとのマンガン含有率には中性子放出率測定に

影響を与える差異がないことも示すことができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］中性子放出率、マンガン、中性子線源 

 

［研 究 題 目］MEMS 式熱量計によるナノ粒子の比熱

測定と低次元系比熱理論への実験的アプ

ローチ 

［研究代表者］阿部 陽香（計測標準研究部門） 

［研究担当者］阿部 陽香（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本 研 究 の 目 的 は 、 MEMS （ Micro Electro 
Mechanical Systems）技術を用いた断熱型熱量計を開

発し、ナノ粒子等の直接的な微小熱容量測定を実現する

ことにより、低次元系における物質の熱的性質を明らか

にすることである。平成25年度は、これまで研究されて

いる MEMS 式センサの調査研究を基に、MEMS 式熱

量計に適した温度センサ、ヒータ、サーモパイルなどの

形状・構造の検討を行い、熱量計の設計を進めた。また、

断熱制御に必要な PID 制御をソフトウェア方式にする

と共に、リアルタイム自動制御可能な比熱容量計測シス

テムの整備を進めた。 

 さらに今年度は、MEMS 式熱量計による測定の性能

評価に用いる標準物質の検討を行った。現在頒布されて

いる標準物質はバルク形状であり、MEMS 式熱量計で

使用するためには粒子形状にする必要がある。しかしな

がら、微粒子の比熱容量測定に関する検討はほとんどな

されていない。そこで、示差走査熱量法により、熱容量

標準物質（NISTSRM720、合成サファイア）を粒子形

状にして測定を行い、バルク形状の同標準物質の測定結

果と比較した。この結果より、MEMS 式熱量計の測定

性能評価を行うための有用な情報が得られた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］比熱容量、微粒子、MEMS、熱量計 

 

［研 究 題 目］常温下熱機械変位方式高速高感度光パワ

ー標準器の開発 

［研究代表者］雨宮 邦招（計測標準研究部門） 

［研究担当者］雨宮 邦招（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 分光量子効率の基準器として用いられる電力置換方式

熱型検出器は SI 単位にトレーサブルな高確度光パワー

計測が可能だが、従来の熱電変換型温度検出方式では応

答時定数が数十秒と長く、また光吸収部が任意波長で一

様な吸収率を保証しきれていない点等により、所望の波

長域での網羅的測定に不向きだった。これを克服すべく、

熱型光パワー測定器のセンサ部に高速応答と高感度を両

立できる機械的変位検出方式を採用し、また超低反射率

と波長感度一様性を保証した光吸収体を実現・実装して、
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国家標準レベルの高確度かつ常温で高速読取可能な光パ

ワー標準器の開発を目指した。 

 高速高感度 MEMS 型光パワーセンサの試作：昨年度

から検討していた MEMS センサの最適化設計に基づき、

MEMS センサの仕様として数 mm 角の Si-Al バイメタ

ルシートを細い4本の梁（ビーム）で支える「竹とび型

構造」を採用し、試作を進めた。試算の上では時定数1

秒以下、等価ノイズパワー数十 pW/√Hz の特性が得ら

れる設計である。その後、完成した MEMS センサの熱

変位をレーザ変位計で計測する系を構築し、応答速度、

応答感度など基本特性を評価した。その結果、MEMS
センサの熱変位の検出に成功し、時定数0.3 – 0.6秒と

いう高速応答が実現できていることがわかったが、変位

のパワー感度は設計値の10 – 20分の1程度であることが

わかった。Al 成膜の膜質が一因となっているものと考

えられるが、それでも NEP は数百 pW/√Hz が得られ

ると見込まれ、従来方式の熱型光パワー検出器より一桁

近い性能向上である。 

 光吸収体の試作：昨年度に FDTD シミュレーション

等で得られた知見に基づき、NiP ブラックと同様な吸

収層つきマイクロピット構造を有した光吸収体を試作し

た。具体的にはイオントラックエッチング法を応用し、

樹脂基板上に高エネルギーイオンビームを照射後、化学

エッチングで現出したエッチピットの表面に炭素系光吸

収体を堆積することで低反射光吸収体とした。試作した

光吸収体は標準反射板との比較により絶対反射率評価を

行った。その結果は理論予想（コンマ数%）に対し、

1 %弱という結果であった。これはマイクロピットのア

スペクト比不足が一因と考えられ、ピット構造を鋭くす

ることで0.1 %級の極低反射率も不可能ではないと考え

られる。  

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光カロリメータ、光吸収体、レーザパワ

ー、計測標準 

 

［研 究 題 目］高出力レーザ用イメージングパワーメー

タの実現に向けたイメージセンサ校正技

術の開発 

［研究代表者］沼田 孝之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］沼田 孝之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高出力半導体レーザや高パワー伝送用ファイバなど、

高次の横モードを持つレーザ光源の普及が進んでおり、

従来のパワーに加えビームプロファイルやパワー密度な

どの空間パラメータの評価技術が求められている。そこ

で本研究では CCD 等の二次元格子型光検出器（イメー

ジセンサ）をレーザパワー測定に適用するための応答度

評価技術と入射ビーム精密減衰技術の開発に取り組んで

いる。本年度は、イメージセンサ応答度評価技術と不確

かさ評価およびレーザ減衰技術の開発を行った。応答度

は、国家標準にトレーサブルな mW～W のパワーを持

つビームを CCD 表面に照射して得られる CCD 信号か

ら導出し、その不確かさ要因として面感度均一性、温度

依存性を評価した。特に前者（均一性）に関しては近赤

外波長において CCD の露光時間に依存した性能の劣化

が生じその様態はセンサ毎に異なることを見出した。ま

た高耐力レーザ減衰器の実機開発を進め原理の実証と基

本特性評価を行って、100 dB 以上の減衰能力が得られ

る見込みを得た。本研究は、実験装置の稼働時間の都合

から研究計画を当初の H25年度から1年延長した。次年

度は減衰量の評価と高パワーレーザに対する耐力を評価

したのち CCD 素子に組み込みイメージングパワーメー

タを構築して国家標準との比較により提案技術の妥当性

を検証する。 

［分 野 名］計測・計量標準  

［キーワード］レーザパワー、パワー密度、CCD、 
CMOS、イメージセンサ、ビームプロ

ファイラ、均一性 

 

［研 究 題 目］新規シス／トランス異性体分離法の開発

とそれを利用したトランス脂肪酸の高精

度分析 

［研究代表者］稲垣 真輔（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲垣 真輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 食品中に含まれるトランス脂肪酸の分析には AOCS
法などの公定法が広く用いられるが、これらの方法では

メチルエステル化を含む前処理や GC による測定に時間

を要するといった欠点がある。本研究では、メチルエス

テル化法の改良および同法に替わる誘導体化法の開発、

さらには高速 GC を適用することにより、測定の大幅な

迅速化を目指した。 

 得られた成果としては、メチルエステル化法を改良す

ることにより、室温で約10分反応させるのみで GC への

直接注入が可能な方法を見出し、迅速で簡便な前処理を

実現した。これを高極性イオン液体のカラムを用いた高

速 GC と組み合わせることで、迅速なトランス脂肪酸測

定法の開発に成功した。高速 GC 法における1検体の測

定に要する時間は、前処理の操作を含め30分以内であり、

既存の公定法と比較して3分の1以下と大幅に時間を短縮

することが可能であった。高速 GC 法により得られたト

ランス脂肪酸含量について、既存の公定法と比較したと

ころ、同等の値を得ることが可能であり、また、再現性

も極めて良好であった。これらの結果から、高速 GC 法

は食品中のトランス脂肪酸分析に有効であり、非常に簡

便で信頼性が高い分析法であると判断された。実際に、

開発した方法を用いて、国内の市場で流通している様々

な食用油脂の市販調査を行った。その結果、トランス脂

肪酸含量は過去の報告と比較して明確に減少しており、

国内で流通している食用油脂中のトランス脂肪酸の低減
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化は順調に進行していることが裏付けられた。開発した

方法は、今後、油脂製品の品質管理や我々の日常におけ

るトランス脂肪酸摂取の迅速なスクリーニングなどに利

用されることが期待される。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］食品分析、脂肪酸、ガスクロマトグラフ、

誘導体化、幾何異性体（シス-トランス

異性体） 

 

［研 究 題 目］治療用高エネルギー電子線の絶対線量計

の開発 

［研究代表者］田中 隆宏（計測標準研究部門） 

［研究担当者］田中 隆宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 放射線治療の効果は、照射された領域の吸収線量に比

例する。そのため、吸収線量の精度が放射線治療の成否

を決める重要な因子となる。本研究の目的は、治療用放

射線の中でも飛程の短い電子線の吸収線量を絶対測定で

きる線量計（薄入射面グラファイトカロリメータ）を開

発することである。 

 本グラファイトカロリーメータは、検出器と制御測定

系に大別され、昨年度（平成24年度）は検出器の設計お

よび組立を行った。設計した検出器の組立過程でいくつ

か課題が生じたため、本年度（平成25年度）の前半は、

検出器の再設計および組立を行った。その結果、部品間

のスライドの解消と、薄膜蒸着グラファイトのクランプ

の強化に成功し、昨年度明らかになった課題を克服する

ことができた。また、検出部の内部構造を X 線撮影に

より評価し、設計通りの三重の中空構造であることを確

認した。 

 本年度の後半は、制御測定系の開発を行った。交流駆

動のブリッジ回路とゼロ検出器としてロックインアンプ

を利用した精密な温度測定系を構築し、単体では十分な

性能であることを確認した。現在、この制御測定系によ

って検出器を制御できるように結線用回路の作成および

制御プログラムの開発を進めており、次年度には検出器

と制御測定系を組み合わせて線量計として駆動できるよ

うにする予定である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］カロリーメータ、治療用電子線、水吸収

線量 

 

［研 究 題 目］受光素子における応答非直線性とその波

長依存性の抑制手法確率に向けた研究 

［研究代表者］田辺 稔（計測標準研究部門） 

［研究担当者］田辺 稔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 フォトダイオード等の受光素子は、入射光の波長やビ

ーム径によって、応答度が非直線性を示すことがある。

本研究は、その様な受光素子の応答非直線性とその各種

依存性（特に波長依存性）の発生機構を実測と理論モデ

ルを用いて明らかにする手法を確立することを目的とす

る。さらに、得られる研究成果を用いて受光素子の構造

の最適化を行い、素子の有感波長領域に対して高い光吸

収率や収集効率を有し、かつ応答非直線性が現れない受

光素子の開発にむけた設計仕様を提案することを目指し、

レーザパワー計測や測光・放射計測などの分野に貢献す

る。 

 今年度は、フォトダイオードの応答非直線性の波長依

存性を実測するため、可視光から近赤外領域の波長範囲

にわたる高安定なレーザ光源の整備を行うとともに、光

パワー重ね合わせ方を用いた応答非直線性測定システム

を構築した。このような測定システムを用いて、様々シ

リコンフォトダイオードに対して応答非直線性の波長依

存性データを取得したところ、大きな応答非直線性を示

すフォトダイオードや応答が直線であるフォトダイオー

ドがあることがわかった。また、大きな応答非直線性示

すフォトダイオードは、近赤外波長で数%から数十%の

非直線性を示し、可視光波長でも1 %弱の非直線性を示

す事が分かっている。これらの結果を理論モデルと比較

すると、応答非直線性の関数形が一致する場合と、一致

しない場合があることが分かった。得られた成果は国内

の学会で2件報告し、2014年に開催される国際会議にて

口頭発表に選出された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］シリコンフォトダイオード、応答非直線

性、レーザパワー 

 

［研 究 題 目］極低温温度測定のための音叉型水晶振動

子を用いたヘリウム3融解圧温度計の開

発 

［研究代表者］中川 久司（計測標準研究部門） 

［研究担当者］中川 久司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 PLTS-2000はヘリウム3融解圧曲線及びその曲線上の

4つの定点により温度範囲900 µK から1 K までを定義

する国際温度目盛である。その定義計器である容量歪み

圧力計のヘリウム3融解圧温度計は、その製作・操作が

簡単ではないため、超低温物理および標準分野での利用

に留まっている。また、一般的に希釈冷凍機が生成する

極低温度の測定に用いられている半導体系抵抗温度計は、

扱いやすいものの、20 mK 以下の温度測定は困難であ

る。最近、数 mK まで冷却可能な寒剤不要の希釈冷凍

機が市販化されたことで、極低温度環境の利用が増加し

ている。そこで、本研究では容量歪み圧力計方式のヘリ

ウム3融解圧温度計に代わり、製作・操作が簡単な音叉

型水晶振動子（QTF）を用いたヘリウム3融解圧温度計

を開発することを目指している。 

  

 平成25年度は、実験準備期間として、まず多種類の
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QTF を準備し、それらの加工方法について検討を行っ

た。室温から1 K までの温度が生成可能なインサート

型冷却装置と予備実験用サンプルセルの設計・試作を進

めた。また QTF の測定系について調査・検討して、そ

れに必要な配線、測定機器を準備した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ヘリウム3融解圧温度計、国際温度目盛

PLTS-2000、音叉型水晶振動子、極低

温度測定、ヘリウム3、粘性、準粒子 

 

［研 究 題 目］in-situ 温度測定によるイッテルビウム光

格子時計の高精度化 

［研究代表者］田邊 健彦（計測標準研究部門） 

［研究担当者］田邊 健彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研で世界に先駆けて開発に成功したイッテルビウ

ム（Yb）光格子時計は、次世代の時間・周波数標準の

有力な候補の一つである。現在、Yb 光格子時計におけ

る主な不確かさの一つが、原子を囲む環境からの輻射に

よる、Yb 原子の時計遷移の上・下準位のシフト（黒体

輻射シフト）に起因する不確かさである。本研究では、

この Yb 光格子時計の黒体輻射シフトによる不確かさを

軽減するため、原子を取り囲む環境温度の in-situ（そ

の場）測定を目的としている。具体的には、Yb 原子の

時計遷移の上準位から n（主量子数）の値が15～40の

「リュードベリ状態」への遷移周波数を測定し、そこか

ら原子を取り囲む環境温度を精密に決定する。これは他

の研究グループにより最近行われた理論研究で提案され

た、環境温度の測定手法である。 

 高精度の環境温度の測定に向けて、本年度は Yb 原子

の冷却・捕獲に必要な波長399 nm のレーザ光源の開発

に成功した。波長798 nm の外部共振器半導体レーザか

らの光（基本波）をテーパードアンプにより約1 W ま

で増幅した後、ボウタイ型光共振器中に置いた PPKTP
結晶に入射し、第二次高調波発生により波長399 nm の

光（SHG 光）を得た。その結果、基本波の強度が約300 

mW のとき、約50 mW の SHG 光が得られた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、黒体輻射 

 

［研 究 題 目］土壌菌核が高濃度に含有するキノンの役

割解明 

［研究代表者］伊藤 信靖（計測標準研究部門） 

［研究担当者］伊藤 信靖（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 世界中の土壌から広く検出されている菌根菌の一種、

Cenococcum geophilum は高濃度（数 % ）に 4,9-

dihydroxyperylene-3,10-quinone（DHPQ）を含有す

るものの、その役割については未だに良くわかっていな

い。そこで本研究では、この DHPQ の生体内での役割

を解明する事を目的とした。 

 DHPQ の合成は既報（A. Calderbank et al., J. Chem. 
Soc., 1954: 1285–1289）に従った。本法では1ロット

毎に得られる収量が少ないため、合成を複数回行うこと

により約3g の粗 DHPQ を得た。既報では最終段階で昇

華精製を行っていたが、この操作により著しく DHPQ
の収量が減ってしまうこと、および元素分析計による純

度評価で80 %以上の純度が確認できたため、昇華精製

を行わなかった。得られた DHPQ を用いて、抗菌能の

評価を最小発育阻止濃度（MIC）により行った。菌種

には大腸菌（Escherichia coli）と黄色ブドウ球菌

（Staphylococcus aureus）を用い、DHPQ と類似構造

を持つテトラサイクリン（抗菌剤）、キニザリン、1,4-

ジヒドロキシナフトキノンについても行った。その結果、

他の類似化合物では抗菌能が認められたものの、

DHPQ については有意な抗菌能は認められなかった。

また、これらの類似化合物と合わせて DHPQ の水酸基

について酸解離定数（pKa）を評価した結果、DHPQ
の pKa が最も高い（10.4）ことが明らかになった。こ

のことから、通常の環境下での pH においては DHPQ
の水酸基はほとんど解離していないことが明らかになっ

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］キノン、菌核粒子、 

Cenococcum geophilum、抗菌性、pKa 
 

［研 究 題 目］完全に基礎物理定数に基づく電圧標準体

系の確立に向けた量子化ホール抵抗分圧

器の開発 

［研究代表者］堂前 篤志（計測標準研究部門） 

［研究担当者］堂前 篤志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、量子化ホール抵抗（QHR）素子を集積化

して10:1比の分圧器を製作し、その分圧比を0.1×10-6

オーダーの精度（不確かさ）で評価することを最終目的

としている。この最終目的の達成のため、「10:1比

QHR 分圧器の製作」と「分圧比評価システムの構築」

の2本立てで研究開発を進めている。 

 「10:1比 QHR 分圧器の製作」においては、その製作

の歩留まり向上が期待できる新たな配線パターンを着想

し、その配線パターンの有用性を定量的に評価するため

数値計算による検証を進めている。「分圧比評価システ

ムの構築」においては、分圧比評価システムのキーデバ

イスである基準誘導分圧器の設計および製作を行った。

また、この基準誘導分圧器の電気的特性を精密に評価可

能な分圧器校正システムを完成させた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］量子化ホール抵抗、抵抗分圧器 

 

［研 究 題 目］精密低周波交流電圧発生器を用いたゼー
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ベック係数の絶対測定技術の開発 

［研究代表者］天谷 康孝（計測標準研究部門） 

［研究担当者］天谷 康孝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、直流信号と交流信号を組み合わせること

で、従来法とは異なり、熱伝導率によらず絶対熱電能を

導く新たな測定技術を開発することを目的としている。

そのためには、①トムソン係数の評価技術、②超伝導体

を参照物質とした比較測定技術の確立が必要とされる。 

 年度計画に従い1年目はトムソン係数の評価技術を確

立することに注力した。まず、交流信号を試料に加えた

場合の厳密な熱伝導解析を行い、トムソン係数を導出し

た。新たに得た導出式には熱伝導率や試料寸法が含まれ

ず、交流電気量からトムソン係数を導出可能な特徴を持

つ。次に、測定原理の実証を目的に、室温から200 ℃ま

で動作可能な試料セルを製作し、Pt 線のトムソン係数

を評価した。具体的には、真空中チャンバ内で試料両端

を40 mm 角の銅ブロックで固定し、熱伝導率が低いス

テンレス製ステージにマウントした。さらに、銅ブロッ

クの両端の温度制御を電力制御方式とすることで、試料

中央部の温度変動を約1 mK/min 以下に改善した。そ

の結果、トムソン効果による100 mK 以下の温度変化を

測定することに成功した。 

 次年度に予定している超伝導体との比較測定に向け、

クライオスタットの試作も開始した。断熱型クライオス

タットを念頭に置き、試料セルの設計を行った。また、

参照物質、温度計、ヒータ、低温部材等の選定を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準  

［キーワード］絶対熱電能、トムソン係数、交流信号 

 

［研 究 題 目］複合的実験手法による7Li（p,n）反応準

単色中性子スペクトル構造の解明 

［研究代表者］増田 明彦（計測標準研究部門） 

［研究担当者］増田 明彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 中性子検出器の校正等に用いる数十 MeV 領域の高エ

ネルギー中性子は、サイクロトロンで加速された陽子ビ

ームをリチウムターゲットに入射する7Li（p,n）反応で

生成される。生成される中性子は校正で用いたい高エネ

ルギー単色ピーク成分に加えて低エネルギーの連続成分

が存在する。これが測定にはバックグラウンドとして影

響するため、そのスペクトラルフルエンスの評価に取り

組んでいる。 

 本研究ではまず、最近サイクロトロン施設で利用可能

になった1/80程度のビーム間引き技術を利用して、中性

子飛行時間法によるスペクトル測定を行った。従来はビ

ームの繰り返し周波数に起因する制約で数 MeV 程度だ

った本方法による測定下限を20 keV にまで拡げること

に成功した。測定エネルギーの幅が広がったので、

MeV 領域用の有機液体シンチレーターに加えて keV 領

域用のリチウムガラスシンチレーターを使用した。 

 次に、熱中性子までの全エネルギーを対象とした測定

のために放射化検出器を用いた受動型のボナー球スペク

トロメーターを製作した。これまで使っていた能動型検

出器を用いたボナー球検出器では数十 MeV の高エネル

ギー粒子の存在下で正確な信号をピックアップすること

が難しく、またビームに時間構造があるため検出器の不

感時間の評価に懸念があったため、金などの放射化を用

いた受動型の検出器を採用した。今年度は受動型のボナ

ー球検出器を製作し、モンテカルロ計算や産総研の中性

子施設を使用して応答関数などの特性評価を行った。 

 次年度からは、高エネルギー中性子場において受動型

のボナー球スペクトロメーターによる測定を行い、アン

フォールディング法によるスペクトラルフルエンスの導

出を試みる。アンフォールディング法は、与えられた初

期推定スペクトルを元にして数個の異なる応答関数を持

つボナー球の測定結果に合うような解スペクトルを導出

する方法であり、結果の信頼性は初期スペクトルの信頼

性に大きく依存する。本研究では広いエネルギー領域に

渡る中性子飛行時間法による測定の結果を初期推定スペ

クトルとして使えるため、よい結果が期待される。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］中性子、高エネルギー中性子、中性子飛

行時間法、アンフォールディング法、中

性子計測・計量標準 

 

［研 究 題 目］超伝導ナノ構造を用いた量子電流標準の

研究 

［研究代表者］中村 秀司（計測標準研究部門） 

［研究担当者］中村 秀司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、微細加工技術で作製されたナノスケ

ールの超伝導デバイスを用いて直流電流標準を実現する

ことである。電流値を正確に測定することは、構造の微

細化が進み微小な電流を測定することが求められる現在

のエレクトロニクスにおいては必須な技術である。これ

までの電流標準は、ジョセフソン電圧標準および量子ホ

ール抵抗標準を用いて間接的に実現されてきたが、本研

究では、SINIS 接合構造を持つ単電子トランジスタ、

および位相すべりを発現する超伝導細線を用いることに

より直接的に電流の標準を実現し、ナノテクノロジー、

バイオセンサーなどにおいて重要性が増している数 pA
～数 nA の電流標準の確立を目指している。 

 本年度は、SINIS 型の単電子ポンプの新規安定化手

法を開発し、その物理的起源を数値計算によって明らか

にした。また位相すべりを発現する超伝導細線作製に向

けて10 nm 程度の細線の作製に着手した。 

 今後は、超伝導電極として現在用いている Al を超伝

導ギャップのより大きな Nb に替え、かつ島電極として

微粒子を用いることで SINIS 型素子の精度向上を目指



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(837) 

す。また10 nm オーダーの超伝導細線を作製し、そこ

で発現する位相すべりという現象を用いることで量子力

学的に保護された電流の生成を目指す。 

［分 野 名］計測・計量標準  

［キーワード］電流標準、単電子トランジスタ、微小超

伝導接合 

 

［研 究 題 目］走査電子顕微鏡法における二次電子像表

面ポテンシャルコントラスト原理の解明 

［研究代表者］熊谷 和博（計測標準研究部門） 

［研究担当者］熊谷 和博（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、半導体基板上に置かれた厚み数 nm の薄膜試料

の走査電子顕微鏡法（SEM）二次電子像は、薄膜の形

状ではなく、表面ポテンシャルを反映したコントラスト

示し、また、二次電子の中でも特に低エネルギー成分が

この像形成に大きく寄与しているという報告がなされて

いる。これに関して、半導体-薄膜接合を考慮したコン

トラストモデルが提唱されているが、充分な検証はなさ

れていない。そこで、本課題では、SEM よる薄膜の二

次電子像形成原理の解明を目的とした研究を行った。ま

ず、SEM 装置における二次電子検出特性を参照試料を

用いて実験的に推定する手法を提案した。さらに、組成

傾斜をもったモデル薄膜試料の作製、X 線光電子分光法

によるバンド構造の評価、モデル試料の SEM 観察を実

施した。モデル薄膜試料（2 nm 厚）では、表面ポテン

シャルよりもバルクとしての性質が強調された二次電子

像が得られた。これは当初の予想に反するものであり、

像形成モデルの妥当性について疑問が示された。また、

電子分光実験から二次電子に加え、低エネルギー損失電

子がナノ薄膜の可視化に有効であるとの知見が得られ、

低エネルギー損失電子を用いた分光的 SEM 像観察の基

礎的データを取得した。この知見は、SEM の可能性を

さらに広げるものであり、今後の発展が期待される。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］走査電子顕微鏡、二次電子、コントラス

ト、薄膜、ナノ材料 

 

［研 究 題 目］R32を基本成分とする低 GWP 混合冷媒

の新たな熱力学モデル 

［研究代表者］赤坂 亮（九州産業大学） 

［研究担当者］粥川 洋平（計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 冷凍空調分野においては、地球温暖化への寄与と、可

燃性や毒性、化学的な安定性、サイクルに対する熱力学

的な適性といった諸条件を満たす代替冷媒の実用化が近

年の課題となっている。そこで本研究では炭化水素より

も可燃性が低く、他のハイドロフルオロカーボン

（HFC）よりも地球温暖化係数（GWP）が低い R32に

着目し、この冷媒を含む混合冷媒の冷凍空調機器への適

性を目的とし、プロパン・イソブタン等の炭化水素、

R1234yf・R1234ze（E）等のオレフィン系冷媒等と R32

との2成分系混合冷媒に関する熱力学性質を実験的に求

め、ヘルムホルツ自由エネルギーの混合測に用いるパラ

メータを決定することにより、それぞれの混合系の熱力

学性質を計算可能な数値モデルを開発することが目標で

ある。 

 2年目となる平成25年度は、循環式気液平衡性質測定

装置に加え、等容法による露点計測装置を用い、R134a
＋R600a 系の測定を実施した。測定結果をヘルムホル

ツ型状態方程式による複数の汎用型混合則の推算結果と

比較した結果、冷媒物性推算ソフトウェア REFPROP
に標準で搭載される混合則が一定の信頼性を有している

ことを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］混合冷媒、R32、状態方程式、気液平衡

性質 

 

［研 究 題 目］先端光源を融合した超高分解能赤外分子

分光計の開発 

［研究代表者］稲場 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇、洪 鋒雷、保坂 一元 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 波長3 µm 帯には、吸収強度の大きな NH、CH、OH
などの水素化物の吸収があり、この波長域の高分解能高

精度分光研究は分子の基礎科学に大きく貢献している。

また、その遷移周波数は分子種毎に異なり、非破壊で遠

隔検知が可能であり、分析化学、大気化学、天文学、医

療まで様々な科学技術分野に応用されている。波長3 

µm 帯の分光計測には通常フーリエ変換赤外分光法

（FTIR）が使われ、そのスペクトル分解能は約100 

MHz である。一方、レーザを用いるとこれより高い分

解能が得られるので、FTIR では重なって観察されてい

た吸収線が分離され、スペクトルの同定や微弱な分子内

相互作用を知ることができる。本研究の目的は、高効率

な波長変換デバイスである光導波路型 PPLN、および

光周波数の高精度な物差しである光周波数コム（光コ

ム）の2つの光源技術と、光共振器吸収セルによる高分

解能・高感度検出技術を融合させることにより、従来の

フーリエ変換赤外分光法をはるかに凌ぐスペクトル分解

能10 kHz をもつ波長3 µm 帯の分光計を開発すること

である。さらに、試作した装置を環境分野におけるアイ

ソトープ分子種存在比の定量計測に応用し、装置開発に

フィードバックするとともに、装置の有効性・実用性等

について評価、実証する。 

 本年度は、狭線幅光周波数コムの開発を進め、123 

MHz という高い繰り返し周波数を得ると同時に、300 

kHz 分解能において50 dB の高い S/N のキャリア・エ
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ンベロープ・オフセット信号、そして1秒平均で10-15程

度の周波数安定度を観察した。一方で、近赤外波長域の

デュアルコムシステムを開発し、アセチレン分子などの

分光を行った。さらにこれを中赤外波長領域である3.4 

um 帯に拡張するため、光コムが高非線形ファイバによ

り広帯域化された波長1-2 um の広帯域光をそのまま光

導波路型 PPLN に入射し、その1.0 um 帯光と1.5 um
帯光による3.4 um 帯の差周波光コムの発生を試みた。

分光器でスペクトルを観察するとともに、塩化水素の吸

収線を確認して、発生した光が間違いなく3.4 um 帯光

であることを確認した。さらに、狭い線幅をもつ波長

3.4 um 帯の連続発振光の発生については、1535 nm の

波長掃引用に用いる連続発振レーザの準備を進行中であ

る。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光周波数コム、分子分光、分子分光計、

スペクトル分解能、スペクトル線幅、波

長3 µm 帯 

 

［研 究 題 目］微細射出機構による高粘度マイクロカプ

セル生成システムの開発 

［研究代表者］青山 尚之（電気通信大学） 

［研究担当者］大田 明博（計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、同軸の多層ガラスピペット内にさまざま

な高粘度液体または微小固体を充填し、それらを極細ロ

ッドで精密に押し出しながら、直径が100 µm 以下のマ

イクロカプセルを生成させる方法を提案し、その特性や

性能および応用を実験的に検証することを目的としてい

る。 

 産総研における研究分担は、微細射出機構を構成する

極細ガラスピペット位置決め用の直動機構及び極細タン

グステンロッドの駆動機構の高速駆動時の振動特性の計

測と減衰性能の向上である。極細タングステンロッドの

押し出し速度やその振動がカプセル生成の再現性に大き

く影響することから、今年度は昨年度に引き続きレーザ

ドップラ振動計を用いて、タングステンロッドの微小振

動を計測し、その特性評価を行った。その結果、溶媒中

に微小液球やカプセルを生成することが確認された。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］マイクロカプセル、高粘度液体、極微小

射出、直動機構、振動  

 

［研 究 題 目］海水からサンゴ各部位へのメタロミクス

とその環境応答 

［研究代表者］伊藤 彰英（麻布大学） 

［研究担当者］朱 彦北（計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 サンゴとその生育環境である海水について多元素プロ

ファイリングアナリシスを行うことにより、生育環境の

違いによって、サンゴの各部位の微量元素の摂取・代

謝・蓄積に与える影響をメタロミクス的観点から考察し、

モデル化する。このため、天然のサンゴを採取し、生育

環境を制御した海水槽を用いた飼育実験により海水及び

サンゴ各部位（軟組織、褐虫藻、骨格、粘液）における

微量元素の含有量と各元素間の関連性の特徴を明らかに

する。同時に、微量元素の総量だけでなく、サンゴの石

灰化との関与が考えられている Zn 酵素・炭酸脱水酵素、

および栄養塩であるリン酸塩の代謝に関与するアルカリ

フォスファターゼなど生体内の重要な金属酵素に着目し、

活性中心元素である Zn を指標として前記の酵素の含有

量と活性量の変化を分析し、他の生体必須微量元素の増

減とともに検討する。本年度は、担当内容である海水と

サンゴの分析手法の確立を中心に行った。海水の分析に

ついて、標準添加を併用した誘導結合プラズマ質量分析

装置（ICP-MS）による直接分析法、およびキレート樹

脂を用いた固相抽出による分離・濃縮後 ICP-MS 分析

法を確立した。また、キレート樹脂を用いた固相抽出に

おいては、朱が主導して開発した pH 自動調整装置を活

用し分析操作の効率化に有効であることを確認できた。

サンゴの分析においては、レーザブレーション（LA）

－ICP-MS 法を検証した。空間分解能と分析感度の調

和が必要のため、他の手法との併用を含み、次年度に引

き続き検討し、分析手法を確立する予定である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］海水、サンゴ、微量元素、多元素プロフ

ァイリングアナリシス 

 

［研 究 題 目］分子間相互作用アニメーション構築支援

ソフトウェアの開発 

［研究代表者］上野 豊（健康工学研究部門） 

［研究担当者］上野 豊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は科学研究費新学術領域「分子ロボティック

ス」公募課題に採択された。タンパク質や生体高分子の

構造モデルをグラフィカルにわかりやすく表示し、それ

らの機能する分子メカニズムを例証する分子アニメーシ

ョン構築支援ソフトウェアを開発する。複数のタンパク

質や分子の挙動をスクリプトで記述し、時間軸に沿った

表示画面から操作するタイムラインエディタの開発を中

心とする。まず既存のソフトウェアを利用する分子アニ

メーション作成の作業について検証し、新たな開発の要

素となる技術を整理した。そしてソフトウェア開発を効

率よく進めるため、構築ツールキット Luxinia を採用

した。3次元モデルの編集とグラフィックス表示機能が

容易に利用可能で、Open Dynamics Engine を用いた

物理シミュレーションも可能なインターフェイスが整備

され、迅速なプロトタイプ開発に好適であった。目的の
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機能を実現するために、平成26年度に開発する予定であ

った項目として、(c)疎視化した分子モデルによる分子

動力学、(e)ユーザインターフェイスのウィジェット機

能強化について先行して開発を進めた。アニメーション

例題としては、アクチン・ミオシン相互作用についての

サンプル構築を行った。分子内の構造変化が大きい場合

は内部座標を利用した線形補間により自然な構造変化を

得る座標変換プログラムを実装した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スクリプト言語・タンパク質立体構造・

分子間相互作用 

 

［研 究 題 目］メダカの発生過程におけるリンパ管と神

経の相互作用の解明 

［研究代表者］出口 友則（健康工学研究部門） 

［研究担当者］出口 友則、田中 みどり 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 リンパ管は体液の恒常性の維持・脂肪の吸収・免疫に

必須であり、病理面では癌や浮腫あるいは様々な炎症性

疾患で重要な役割を果たす事が知られる。このことから

は、リンパ管形成に関する理解は、リンパ管が関与する

様々な生命現象の真実に迫るとともに、新たな治療戦略

の開発につながることを意味する。しかし、リンパ管内

皮細胞が増殖・進展しながら個体内の隅々まで、そのネ

ットワーク構造を形成していく機構については不明なこ

とが多い。血管の形成過程においては、血管内皮細胞は

体節由来や神経由来の遺伝子によりガイダンスを受けて

おり、リンパ管でも同様の機構の存在が考えられた。し

かし、応募者のこれまでの研究により、神経より先にリ

ンパ管形成が進む可能性を示唆するデータが得られてき

たので、本研究ではメダカを用いた in vivo イメージン

グとリンパ管の走行操作、リンパ管成長因子の発現操作

により、リンパ管が末梢神経の走行に与える影響とその

機構を明らかにする。計画では応募者が開発したリンパ

管・神経2重可視化メダカに対し、リンパ管成長因子の

ノックダウン実験を行いリンパ管の伸長だけを阻害した

際に、神経束の走行にどのような影響が出るか明らかに

する予定であったが、近年、魚類ではゲノム編集法が確

立したので、TALEN を用いたノックアウト実験に切り

替え、ノックアウト系統の確立及びその解析を進めてい

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リンパ管、発生、メダカ、ライブイメー

ジング、ゲノム編集 

 
［研 究 題 目］アディポカイン迅速測定用マイクロチッ

プの開発と糖尿病早期診断への応用 

［研究代表者］片岡 正俊（健康工学研究部門） 

［研究担当者］片岡 正俊、阿部 佳織、橋本 芳子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 我々は既に pl 単位の極微量の液滴を幅300µm、深さ

100µm のマイクロ流路表面の任意部分に吐出・固定が

可能な微細化インクジェットを用いて、抗体溶液をマイ

クロ流路上に一次抗体として固定化することで、マイク

ロ空間でのサンドイッチ ELISA 系の構築を行い血中の

各種バイオマーカーの定量検出系の構築を行っている。 

 肥満を基盤とした末梢組織でのインスリン抵抗性を示

す2型糖尿病患者は、患者とその予備軍（境界型糖尿

病）の数は2千万人を超えており、重篤な合併症と高額

な医療費から個人の QOL の低下と社会的な経済的負担

が問題となっている。そこで境界型糖尿病患者に着目し

て、インスリン抵抗性を規定する TNF-αなど6種類の

アディポカインの血中動態を、系時的・網羅的に定量解

析することで糖代謝能の頑健性の測定・解析を行い、境

界型から糖尿病への移行を診断する糖尿病超早期診断法

の確立を目指している。この目的を可能にするため、微

細加工技術を用いたマイクロ空間での、迅速・省サンプ

ルで定量性を有する血中アディポカイン測定用マイクロ

チップの開発を行った。 

 平成25年度は、この微細化インクジェット法を用いて、

TNF-α、IL-6、アディポネクチンに加えて、高感度

CRP やレプチンのオンチップ検出系を構築しており、

複数の血中アディポネクチンを対象に定量的にかつ省サ

ンプル・短時間で検出・解析することが可能になった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］サンドイッチ ELISA 法、マイクロ化学

チップ、糖尿病、アディポカイン 

 

［研 究 題 目］酸化亜鉛コーティングプラズモニックチ

ップを用いた高感度イムノセンサーの研

究 

［研究代表者］田和 圭子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］田和 圭子、笹川 知里 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 蛍光を増強させることができる酸化亜鉛コーティング

プラズモニックチップ（産総研）と抗酸化亜鉛抗体断片

をもつ二重特異性抗体（東北大）を利用したイムノセン

サーの開発が異分野融合により行われ、一般的なガラス

基板上に構築したアッセイと比べて、これまでに300倍

の蛍光増強と検出限界の4桁向上（1nM→100fM）を実

現してきた。今年度は、プラズモニックチップにおける

蛍光強度を計測するための小型計測装置を構築した。こ

こでは、チップを水平に設置することができ、モデル化

合物で10pM までの検出が実現できた。また、マーカー

タンパク質として、高感度検出が必要な炎症性サイトカ

インの一つインターロイキン6（IL-6）を選び、これを

認識するサンドイッチアッセイを構築した。二重特性抗
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体を使わないアッセイでは、70fM までの検出に成功し

た。今後、酸化亜鉛コーティングプラズモニックチップ

上で二重特異性抗体を利用した IL-6のサンドイッチア

ッセイの構築を行い、より迅速かつ高感度なマーカー検

出を目指す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオセンシング、プラズモン共鳴、周

期構造、プラズモニックチップ、サンド

イッチアッセイ、高感度検出、酸化亜鉛 

 

［研 究 題 目］単一銀ナノ粒子と単一色素分子で構成さ

れた電磁気学的強結合系の実証 

［研究代表者］伊藤 民武（健康工学研究部門） 
［研究担当者］伊藤 民武、山本 裕子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
概要： 
 表面増強ラマン散乱（SERS）技術を用いれば一分子

の構造の詳細な測定が可能となるデバイスが開発可能と

なる。プラズモン共鳴によって銀ナノ粒子近傍の電磁相

互作用の強さは向上する。SERS はこの電磁相互作用強

度の向上によって引き起こされる。しかし、プラズモン

共鳴と分子との電磁相互作用は不明な点が多い。電磁相

互作用が弱い場合はパーセル効果で SERS は記述でき

る。電磁相互作用が強い場合はプラズモン共鳴と分子が

強結合系を構成している可能性があり SERS を単にラ

マン散乱の増強として扱えなくなる。このような弱結合

と強結合の検証という観点で SERS の研究を行う。 

目標： 
 SERS 活性を有する単一銀ナノ粒子2量体を用いて強

結合効果を検証する。第1の目標は、強結合に伴うプラ

ズモンスペクトル分裂（ラビ分裂）の実証である。この

実証は SERS 失活過程におけるプラズモン共鳴スペク

トルの時間変化観察として行う。この分裂量は強結合に

よる分子系とプラズモン系量子力学的混合状態の度合い

を示す。第2の目標は、強結合効果を評価する物理モデ

ルの開発である。通常の電磁解析法ではこの種の強結合

状態の評価はできないためラビ分裂等を扱える無近似の

量子電磁力学モデルを開発する。 

進捗状況： 
 目標1について、SERS 活性を有する単一銀ナノ粒子2

量体を用いプラズモンと分子エキシトンとの強結合効果

の証拠としてプラズモン共鳴スペクトルに現れるラビ分

裂の実証に成功した。第2の目標について、結合振動子

理論を応用し強結合効果を評価する物理モデルを開発し

た。もう一つの強結合効果である超高速蛍光についても

蛍光のブルーシフト観測によって実証できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］表面増強ラマン散乱（ラマン散乱が増強

され単分子計測が可能となる方法）、銀

ナノ粒子、プラズモン（伝導電子の集団

振動）、蛍光増強、蛍光消光増強 

 

［研 究 題 目］カーボンナノチューブを用いた高分子ア

クチュエータの高機能化 

［研究代表者］杉野 卓司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］杉野 卓司、清原 健司、安積 欣志 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、カーボンナノチューブ（CNT）とイオ

ン液体および支持高分子からなる電極膜の伸縮現象を利

用したアクチュエータの高機能化を目的として研究を進

めてきた。今年度は3年間の研究期間の最終年度であっ

た。今年度は、アクチュエータの電極膜中にドナー性有

機分子（テトラチアフルバレン（TTF））やアクセプタ

ー性有機分子（テトラシアノキノジメタン（TCNQ））

を添加することによる CNT への n-type あるいは p-
type ドーピング効果について検討した。その結果、

TTF の添加（n-type ドーピング）は、0.1Hz より速い

周波数でのアクチュエータの変形応答を向上させること、

また、逆に TCNQ の添加（p-type ドーピング）は

0.1Hz より遅い周波数域での変形応答を向上させるこ

とが明らかになった。昨年度までの研究により、CNT
高分子アクチュエータは電圧を印加すると正極側に屈曲

変形するが、時間とともに変位が戻ってしまうという問

題があること、本現象は用いるイオン液体のアニオンの

移動に起因していることを明らかにしてきた。変位の戻

り現象を改善するためには、アニオンの移動による体積

変化を少なくするため、より小さなアニオンを使用する

こと、あるいは、カチオンとアニオンのサイズ差を最大

化することすることが有効であるという指針を得た。今

年度、ドーパントとして用いた TCNQ の電極膜への添

加あるいは TCNQ/TTF の同時添加によっても変位の戻

り現象が大きく改善することが明らかになった。本研究

を通して、研究対象である CNT を用いた高分子アクチ

ュエータの応答特性を飛躍的に向上（伸縮率で約3倍、

発生力は約10倍向上）させることに成功し、さらに耐久

性の改善により、CNT 高分子アクチュエータを実用化

可能なレベルにまで高機能化することに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］アクチュエータ、ナノチューブ、イオン

液体、メカニズム、電荷移動錯体 

 
［研 究 題 目］好塩、好アルカリ・ハロモナス菌による

化成品原料生産に向けた極限菌との代謝

比較解析 

［研究代表者］河田 悦和（健康工学研究部門） 

［研究担当者］河田 悦和、JIN YOUXUN 
（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
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 持続可能型社会実現にはエネルギー・リファイナリー

の非食用バイオマス資源化が必要である。我々が発見し

た Halomonas sp. KM-1は高塩、高 pH 環境で、ほぼコ

ンタミネーションなく生育し、各種の余剰バイオマスを

利用し、バイオプラスチック PHA を生産する。将来の

工業利用に向けて、本菌と、他のハロモナス菌との代謝

物の違いを分析することで、好塩性、好アルカリ性、さ

らに、バイオプロセス産品である PHA 等の生産との関

連を明らかにする。 

1. Halomonas sp.KM-1の培養条件による菌体内、外

の代謝物の分析 

 基本的な炭素源としてグルコースを基質として、

Halomonas sp.KM-1を培養した。バイオプラスチッ

ク PHA を著量に蓄積する条件と蓄積しない条件それ

ぞれにおいて、培養初期から定常期までのサンプリン

グをおこない、菌体内外の代謝物を GC-MS で分析し、

菌体内で、53種類、菌体外で35種類の代謝物が同定分

析した。さらに、主成分分析により、PHA 産生に関

連する代謝物を検討した。 

2. ハロモナス菌、好塩菌、好アルカリ菌の代謝と

Halomonas sp.KM-1と比較解析 

 カルチャーコレクションの14種類のハロモナス菌と

Halomonas sp.KM-1株を培養し、乾燥菌体重量、

PHB の含有量を測定した。培地には、トリプトンを

含む Marin Broth と、無機塩だけからなる SOT 培地

に、それぞれ3%グリセロールを加えたものを用いた。

Marin Broth の場合には、10%以上 PHB を蓄積する

株としない株の傾向が見られた。この条件で、菌体の

代謝物を GC-MS にてメタボローム解析を行ったとこ

ろ、PHB 生産株群、非生産株群で、代謝物にあきら

かなグルーピングが見られ、検討を継続している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］微生物、バイオテクノロジー、分析化学、

メタボローム、ハロモナス 

 
［研 究 題 目］抗マラリア薬スクリーニングを見据えた

迅速マラリア原虫検出手法の開発 

［研究代表者］八代 聖基（健康工学研究部門） 

［研究担当者］八代 聖基、片岡 正敏、山村 昌平、

阿部 香織、橋本 芳子、尾華 絵里子

芝田 いずみ（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 マラリア原虫はヒトの赤血球に寄生を繰り返し、年間

感染者数3億人以上うち200万人以上が死亡している人類

史上最も重篤な寄生虫感染病である。感染症マラリアの

深刻な問題として抗マラリア薬に対する薬剤耐性マラリ

ア原虫の出現や、地球規模の温暖化・交通手段の発達に

よるグローバル化によって感染者数の増加・感染地域の

拡大が上げられる。このような背景のなか WHO など

の国際機関ではマラリア撲滅指針の一つに「早期発見お

よび適切な早期治療」を掲げている。近年、予防・治療

分野では薬剤を塗布した蚊帳による感染予防は大きな成

果を上げ、また生薬をベースとした抗マラリア薬の開発

は実を結びつつある。しかし診断法に関しては、イムノ

クロマト法や PCR 法が開発されてはいるものの、検出

感度や検出時間などの面から今だ100年以上前に確立さ

れたギムザ染色による顕微鏡下での観察診断が主流とさ

れている。そのため特に感染初期段階での診断に多大な

時間と労力を必要とし、早期発見とその先に続く治療の

大きな妨げとなっている。そのため感染症マラリア撲滅

にはギムザ染色法に代わる感染初期に感染の有無を見極

める事のできる迅速な診断手法の開発が急務と考えられ

る。そこで申請者は小胞輸送関連タンパク質を標的とし

たマラリア特異的抗体と、大量の血球細胞を一定数ずつ

正確に並べる（整列させる）事ができる細胞チップと名

付けた微細加工プラスチック基盤を用いることで、大量

（数百万個）の血球細胞の中からたった一個のマラリア

感染赤血球を見つけ出すことを可能とする簡便かつ迅速

なマラリア診断手法を確立しようと考えた。本申請の期

間にマラリア原虫の生物学的研究と工学的技術を融合し、

マラリア検出用細胞チップを作成し、分離・濃縮・検出

をワンステップで行ことが可能（300万個程度の赤血球

からたった一個のマラリア感染背血球の有無を15分程度

で検出する新しいマラリア診断法を構築した。今後はこ

れらの技術を基盤として抗マラリア薬スクリーニング手

法へと発展させていきたい。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］マラリア原虫、細胞チップ、薬剤スクリ

ーニング 

 
［研 究 題 目］色覚バリアフリー照明の設計に関するシ

ミュレーションの研究 

［研究代表者］田村 繁治（健康工学研究部門） 

［研究担当者］田村 繁治（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

目標： 

 人間は外部情報の8割を視覚で得ており、日本人の300

万人が色覚障害者であることを鑑み、安全・安心な社会

生活を営む上で必要な正しい色情報を認識することを可

能とするための（健常者と同じ配色パターンを認識・共

有）ツールとして色覚バリアフリー照明のスペクトルの

開発を行う。 

結果： 

 3種類の LED 照明下で、D 型強度の被験者（アロマ

ノスコープで検査済）の協力を得て、石原式色覚検査表

（国際版38表）とパネル D-15テストを行った。被験者

を必要としない予備実験で照明は(1)、(2)、(3)の順に

石原式検査表の正答率が向上した。４名の被験者から得

られた結果は、照明(1)、(2)、(3)の順に石原式検査表

の正答率は47.5%、60%、77.5%であり、予備実験と同
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じ傾向であり、予備実験のシミュレーション手法が正し

いことがわかった。D-15テストではチャートの中心線

を横断する回数（大幅な誤認識）が照明(1)、(2)、(3)

の順に減少し、本研究で開発中の色覚バリアフリー照明

は赤緑式盲（石原式検査表）のみならず、色相が連続し

て変化するチップの順序の認識（D-15テスト）にも有

効であることがわかった。CIE L*a*b*色空間を利用し

て理論的に考察を行った。その結果。石原式検査表につ

いては、文字色と背景色の b* 値が照明光により分離で

きたことがわかった。D-15テストについては、照明光

を照射した後の b* 値に加えて明度の情報 L* を基に色

相の違いを障害者が認知していると推測される。石原式

検査表については、CIE xy 色度図上における混同色線

上における見かけ上の色の変化についても検討し、理論

と被験者実験の結果に矛盾が無いことがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］色覚障害、色覚バリアフリー、照明スペ

クトル、バリアフリー照明 

 

［研 究 題 目］因果推論が多感覚統合プロセスに及ぼす

影響の検討 

［研究代表者］梅村 浩之（健康工学研究部門） 

［研究担当者］梅村 浩之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では二つの事象の生起における因果関係を推測

する過程（因果推論）が外界の知覚に与える影響につい

て、実験的に検討を行い、知覚内容がこのような因果推

論によって変容するか、及び知覚システムが複数の事象

を関連づける、またはそれぞれを独立とするプロセスが

どのような要因によって影響を受けるかを明らかにする

ことを目的としている。また、これらのプロセスは自己

の身体や操作対象の運動において、自分が行動源である

とする自己遂行感に深く関与している。 

自己の身体の知覚上の位置と計画上の位置のずれをど

の程度人間が検知できるかについて検討した。今回の研

究においては、行為の開始における時間上のずれではな

く、身体位置の空間的なずれについて検討を目的とした。

過去の研究はこの時間ずれを手がかりにしたものが多い

が、人間の行動や遠隔操作などの応用を考えたとき、休

止のない連続行動についての検討が必要であると考えら

れる。実験ではターンテーブルの上に手をのせ回転をし

てもらい、その回転中の自己の現在の運動と時間を遅ら

せた運動画像を観察してもらい、これをもとにこの能力

について検討をした。 

結果を分析したところ、空間位置のずれだけでも、動

かしやすい速度（一周1秒）であれば、時間軸上で開始

時間のずれとおなじぐらいの精度でずれを検出できるこ

とが示唆された。しかし、運動速度が速い、もしくは遅

い条件では検出の感度は悪くなった。 

また、一つの仮説として、身体を動かそうと計画して

いる方向とすでに過ぎた方向については感度が異なるの

ではないかという説について検討を行った。映像の時間

をずらすだけでは先の方向への提示は当然不可能である

が、今回の実験は円運動を繰り返すために約一周前の動

きを提示することができ、これをもとにこの仮説につい

て検討を行った。その結果は進行方向にかかわらず、位

置のずれの大きさのみで判断を行っていることを示唆す

るものであった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］認知科学、バーチャルリアリティ、脳科

学 

 

［研 究 題 目］神経活動履歴に伴う受容体輸送制御にお

ける Rab エフェクター分子の役割 

［研究代表者］清末 和之（健康工学研究部門） 

［研究担当者］清末 和之（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 ストレスの多い社会環境が脳・神経機能へ与える影響

は多大なものであると推定されているが、その分子基盤

の多くは謎である。 

脳における情報処理や記憶などの高度な機能は、シナ

プスによって担われ、その特性は神経伝達受容体の種

類・数量によって、決定されるが、その分子機構は明ら

かではない。特に慢性的な神経活動によって生じる調整

機構は、慢性的なストレスによって生じる神経機能への

影響を考える上で重要な課題である。 

 我々は、これまでの研究で、神経活動履歴に依存した

膜輸送関連蛋白質の変化を見いだしている。本研究では、

神経活動に依存して変化する膜輸送関連蛋白質である

Rab エフェクター分子のシナプス伝達、可塑性におけ

る役割を検討している。 

 昨年度は恒常性シナプス可塑性における関与を明らか

にしたが、本年は、記憶の分子モデルである長期増強に

おける役割を検討した。薬理学的に長期増強を誘導する

とシナプスで受容体分子集積がみられ、シナプス強度が

強化されるが、この Rab エフェクター分子をノックダ

ウンすると、その変化は抑制されることを明らかにした。

この事実は、恒常的可塑性への関与を考え合わせ、神経

の活動履歴に応じた記憶形成機構が、この Rab エフェ

クター分子を介していることを示唆している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］脳神経、経験に依存した神経機能修飾、

シナプス、受容体 

 

［研 究 題 目］血中循環がん細胞の検出を目指した細胞

チップデバイスの開発 

［研究代表者］山村 昌平（健康工学研究部門） 

［研究担当者］山村 昌平、阿部 佳織、八代 聖基、 

芝田 いずみ、片岡 正俊 

（常勤職員3名、他2名） 
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［研 究 内 容］ 

目標： 

 血液中の循環がん細胞（Circulating Tumor Cell, 
CTC）の解析は、新たながん検査として期待されてい

るが、CTC が存在する割合は、血液10ml（白血球：約

5千万個）中に数個から数百個程度といわれており、既

存の FACS 等では極めて検出は難しい。本研究では、

独自の集積型の細胞マイクロアレイチップを作製し、血

中循環がん細胞（CTC）の検出系の構築を目指す。本

細胞チップ上で、多数の白血球を均一に配置し、そこに

混在する極少数のがん細胞を高感度に検出し、単一がん

細胞の解析まで行えるがん診断システムの開発を目標と

する。 

研究計画： 

 昨年度、多数の白血球を単一層に配置可能な細胞チッ

プを構築した。本年度は、作製した細胞チップ上で、白

血球中に混在する極少数のがん細胞のみを正確に検出す

ることを目指す。複数の蛍光標識抗体等を用いて、抗体

や色素の種類や濃度などの細胞染色の条件検討を行う。

以上の条件を踏まえて、マイクロアレイスキャナーで高

感度に標的がん細胞を検出する条件を調べる。 

年度進捗状況： 

 今年度は、昨年度開発した細胞チップ上で、白血球中

のがん細胞の検出系の構築を行った。まず、培養系白血

球細胞中に細胞濃度の異なる肺がん細胞を添加し、検出

した結果、0.0001-0.01%のがん細胞を定量検出するこ

とができた。同様に、ヒト全血中にがん細胞を添加した

際も、濃度に依存して標的がん細胞を定量検出すること

に成功した。また、蛍光標識抗体や色素の種類や濃度の

条件を最適化し、細胞チップ上で抗体多重染色すること

も可能であった。よって、特定の抗体に依存することな

くがん種の同定ができることが示されたことから、正確

な CTC 解析が可能なシステムを構築できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞チップ、マイクロアレイ、血中循環

がん細胞（CTC）、転移性がん、がん

診断、単一細胞解析、ハイスループット

スクリーニング 

 

［研 究 題 目］多孔質電極の熱力学 

［研究代表者］清原 健司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］清原 健司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 多孔質電極は、その細孔径が電解質イオンの径と同程

度まで小さくなると、蓄電量や発生圧力などの熱力学的

物理量が古典的な電気二重層の理論では説明できないよ

うな振る舞いを示すことが、近年明らかになってきた。

この小さい細孔を持つ多孔質電極に特異的な性質は、電

池や電気化学キャパシタの特性を大きく改良すると期待

されるのみならず、全く新しいデバイスの発明へとつな

がる可能性もある。我々は、モンテカルロ・シミュレー

ションを用いてこの小さい細孔を持つ多孔質電極の熱力

学的振る舞いを分子間相互作用のレベルで解析し、多孔

質電極の熱力学を構築して、その産業利用のための理論

的枠組みを与えることを目指している。 

 本年度は、電解質イオンのモデルとしてはプリミティ

ブモデルにファンデアワールス相互作用を加えた、より

現実的なものを用いた。これにより、十分に大きな細孔

については、電圧が印加されなくても電極表面へのイオ

ンの吸着が可能であり、特に印加電圧が小さい場合には

細孔内における分子構造がプリミティブモデルの場合と

は大きく異なることがわかった。また、イオンの吸着量

の細孔径依存性については、多孔質材料によるガス吸着

において知られている毛細管凝縮と同様の現象も観測さ

れた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電気化学、分子シミュレーション、熱力

学、多孔質電極、イオン 

 

［研 究 題 目］空中駆動可能なナノカーボン・高分子ア

クチュエータの開発と応答メカニズム解

明 

［研究代表者］寺澤 直弘（健康工学研究部門） 

［研究担当者］寺澤 直弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、単層カーボンナノチューブアクチュ

エータ素子をはるかに凌ぐ、優れたアクチュエータ素子

を開発する。価格・汎用性の面で有利な、多層カーボン

ナノチューブ（MWCNT)あるいはカーボンブラック

（CB）と、イオン液体（IL)／ベースポリマー（BP)ゲ
ルから成るアクチュエータの高機能化に向けて、電池の

技術・知見を活かした開発を行う。 

 具体的には、IL、BP、キャパシターとしての機能や

応答性能を向上させる、ルテニウム（Ru）等の金属酸

化物の添加、さらにナノカーボンの酸化処理等の手法を

想定する。同時に、電気化学的手法等を用いて、素子の

応答メカニズムを解明し、タッチパネルや人工筋肉材料

等に適用可能な、これまでの常識を覆す、画期的なアク

チュエータの設計指針を示す。平成25年度においては、

次の a） b） c）を達成した。 a） MMWCNT or 
CB/IL/BP ゲルアクチュエータの高機能化のために、キ

ャパシター機能や応答性能を向上させる手法（メソポー

ラス）に注目し、大きな曲げや発生力を示す等の、優れ

た素子を開発した。b）アルカリ金属イオン（Li）含有

させることにより、大きいキャパシタンスを示し、大き

な曲げや発生力を示す等の、優れた素子を開発した。

c）これまでの結果で得られた、BP-IL ゲル、アクチュ

エータ素子電気化学的データを中心として、IL の導電

率や粘度、融点等の基礎物性、IL のサイズや解離度及

び我々のグループで開発した等価回路解析を用いて、応
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答メカニズムについて考察して、アクチュエータ素子の

高機能化の方針を示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高分子アクチュエータ、ナノカーボン、

アルカリ金属イオン、電気化学シュミレ

ーション、人工筋肉 

 

［研 究 題 目］光トラップ場の時空間構造の動的制御に

よる3次元マイクロ操作の研究 

［研究代表者］田中 芳夫（健康工学研究部門） 

［研究担当者］田中 芳夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、光ピンセットを拡張した概念である光ト

ラップ場の制御による非接触3次元マイクロ操作技術の

確立のために、光トラップ場の時空間構造をパソコンで

精密に実時間制御できる光学系を開発し、高度自動化技

術と統合・融合化することで、多様な物質を3次元マイ

クロ操作できる基盤技術を開発することを目的としてい

る。本年度得られた主な成果は以下のとおりである。 

(1) ハイブリッド光ピンセット系の最適化： 

 昨年度試作したハイブリッド光ピンセット系の内、

3次元走査側を高精度な3次元時分割走査（3D-T3S）
ができるように、本年度 Journal of Optics 誌により

Highlights of 2013に選定された論文の設計指針に基

づき、レンズ配置等を最適化した。これにより、2軸

ミラーによる XY 走査と焦点可変レンズによる Z 軸

走査を同期して時分割走査することが可能となり、4

～8個の孤立点型トラップ点を3次元座標を指定して生

成・制御できるようになった。 

(2) 微粒子の動的配置に適した時空間構造の探索： 

 画像処理を用いて光学顕微鏡下にばらまかれたマイ

クロビーズをすべて検出し、各々の検出位置に2次元

高輝度円状パターンを投影することで、画面内（28

個）のビーズをすべて同時に捕捉・制御・配列できる

ことを示した。その後、GPC 光学系で動的に固定さ

れているビーズの位置に、3D-T3S 光学系で孤立点型

のトラップ点を複数生成し、それらの3次元座標を制

御することで、2次元的に配列された任意のビーズを

取り出せることなどを示し、提案する方法の有効性を

実証した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］光学顕微鏡、マイクロ・ナノデバイス、

マイクロマニピュレーション、細胞操作、

微粒子アレイ 

 

［研 究 題 目］共存微生物由来物質の摂取による海藻代

謝変動の解明とその水圏環境浄化への利

用の研究 

［研究代表者］垣田 浩孝（健康工学研究部門） 

［研究担当者］垣田 浩孝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 生物の栄養塩吸収機能等を活用した水圏環境浄化（水

圏健康リスク因子削減）技術の確立を目指し、海藻バイ

オフィルターへの導入海藻の供給技術開発として本研究

を実施する。海藻付着共存微生物由来物質等が海藻の成

長速度や栄養塩吸収機能に及ぼす影響を検討する。 

研究計画： 

 H25年度は海藻バイオフィルターへ導入可能な海藻の

単藻培養株の作成、非成熟株の継続培養、天然海藻、短

期培養海藻及び長期培養海藻の付着共存微生物の数と菌

相の調査等を実施する。 

研究進捗状況： 

 環境海水、天然オゴノリ科海藻と天然海藻を滅菌海水

中で室内培養した海藻（短期培養海藻及び長期培養海

藻）について付着共存微生物群集を分離・同定し、実験

結果を比較した。環境海水中の優勢な微生物は

Moraxella sp.であった。このことから海藻生育海域の

有機物濃度が高いことが推測された。天然海藻の付着共

存微生物群集は Vibrio sp.及び Moraxella sp.が優勢で

あった。一方、室内培養後の付着共存微生物群集は

Vibrio sp. の 割 合 が 極 端 に 減 少 す る と と も に 、

Flavobacterium / Cytophaga sp.優勢に変化することを

形態・生理学的分類により解明した。この結果は短期培

養海藻及び長期培養海藻とも同様の結果であり、当該海

藻 特 有 の 付 着 共 存 微 生 物 が Flavobacterium / 
Cytophaga sp. であることを強く支持した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］健康リスク削減、水圏、海藻 

 

［研 究 題 目］表面吸着因子の解析による生分解性材料

の生分解性制御に関する研究 

［研究代表者］山野 尚子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］山野 尚子、川崎 典起、中山 敦好、

大嶋 真紀（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生分解性ポリマーの生分解性は利点である反面、用途

を制限する短所にもなり、生分解性を制御可能な材料が

求められている。我々が見出した長鎖脂肪酸末端付加に

よる生分解性制御技術を基に、種々のポリマーの生分解

速度を任意に制御する技術を確立することを目的として

いる。 

 材料および生分解に関与する酵素・微生物の両面から

解析することにより、生分解性制御の機構を解明するた

め、1）親水疎水性を制御したポリマーの合成、2）ポリ

マーの分析および生分解性の測定、3）ポリマーとタン

パク質の吸着実験を行った。生分解性ポリマーとしては

ポリアミド4（PA4）、ポリカプロラクトン（PCL）を用

いた。 

 親水疎水性を制御したポリマーとして、PA4に関して
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は炭素数の異なる脂肪酸、フェニル基、ポリエチレング

リコール（PEG）を末端または中央に持つ構造のポリ

マーを合成した。末端にステアロイル基（C18）を持つ

ポリマーは生分解を抑制されたが、長鎖脂肪酸鎖がポリ

マーの中央部分に位置する場合は生分解を受けた。フェ

ニル基や PEG を付加したポリアミド4では生分解性を

抑制する効果は見られなかった。これらの生分解抑制効

果は、それぞれのポリマーの接触角から求めた疎水度と

相関を持っていた。XPS によるポリマー表面の観察を

行ったところ、C18を末端に持つ PA4ではアセチル基

（C2）と比べて、ポリマー表面にメチレン鎖由来の炭

素が多く存在する一方、アミド結合由来の窒素の存在比

が低くなっており、ポリマー表面に存在する C18が疎水

度および生分解抑制に関与していることが示された。 

 PCL に関しては、C18の導入率の異なるポリマーを

合成し、リパーゼによる酵素分解、接触角を測定した。

その結果、導入率が上がるに連れて疎水度は上がり酵素

分解を受けにくくなった。また、熱分解温度も C18導入

率が上がると上昇し、長鎖脂肪酸付加が熱安定性に寄与

することを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生分解性ポリマー、ポリアミド、生分解

性制御 

 

［研 究 題 目］生物発光共鳴エネルギー移動機構を利

用した低分子化合物の光イメージング法

の開発 

［研究代表者］呉 純（健康工学研究部門） 

［研究担当者］呉 純（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 従来、細胞や組織をすり潰して生体分子を定量する分

析手法は、生体分子の機能を十分に知ることができなか

ったが、近年蛍光タンパク質やルシフェラーゼが登場に

よって生きた細胞や個体においてタンパク質を中心に生

体分子の可視化が可能となった。一方、ルシフェラーゼ

や蛍光タンパク質を用いた分子量500以下いわゆる低分

子代謝産物の光プローブの開発が遅れている。本研究で

は、ファージディスプレイなどの技術を利用した低分子

代謝産物 S-アデノシル-L-ホモシステインの in vitro の

アッセイ法を開発するとともに、生物発光共鳴エネルギ

ー移動機構を利用した細胞用の光イメージングプローブ

の創製を目指す。 

研究計画： 

 細胞内重要な低分子代謝産物である S-アデノシル-

L-ホモシステイン（SAH）はメチル基供与体である S-
アデノシルメチオニン（SAM）を補因子とする DNA、

RNA、タンパク質や低分子化合物のメチル化反応の副

生産物である。本研究では、まずファージディスプレイ

法による SAH に結合するペプチド分子を選抜する。つ

ぎに、得られるペプチド配列を基にルシフェラーゼや蛍

光タンパク質との融合タンパク質を調製する。さらに、

生物発光共鳴エネルギー移動機構を利用した SAH の光

イメージングプローブの開発を行う。 

年度進捗状況： 

 化合物 SAH はホモシステインとアデノシン基からな

る化合物である。本年度研究では、アデノシン基やホモ

システインをそれぞれ固相相化し、ファージディスプレ

イ技術を用いてそれらに結合するペプチドの探索を行っ

た。これまで、芳香環を有するアデノシン基に結合する

ペプチドが得られたが、ホモシステインに結合するペプ

チドの探索については、その最適化を行っている。また、

in vitro の ELISA 法による SAH の測定の評価を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ルシフェラーゼ、蛍光タンパク質、ペプ

チド、ファージライブラリー 
 

［研 究 題 目］“光励起”と“化学励起”を併用した生

細胞蛍光観察技術の構築と実証 

［研究代表者］星野 英人（健康工学研究部門） 

［研究担当者］星野 英人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、「自己励起蛍光蛋白質・BAF」を用い

た生細胞の真の連続観察を可能とする手法を確立するこ

とを目標としている。本研究計画の初年度の平成25年

は、長期観察に耐えうる恒温培養系構築の取り組みから

着手し、蛍光顕微鏡での長時間連続観察に当たり、ペリ

スタポンプを用いた灌流培養観察系の構築を進め、幾つ

かの問題点を抽出した。その最たるものが、長時間の培

地灌流に伴い、培地輸送ライン中に培地成分に由来する

と考えられる気泡発生の問題である。輸液ラインで生じ

た気泡は培地とともに、観察細胞が存在する細胞培養チ

ャンバー内部に蓄積して、連続観察における致命的な障

害を与える。この気泡発生自体を抑える工夫と、生成し

た気泡を輸液ラインから効率的かつ自動的に除去するデ

バイスの創出という2点から当該問題解決に取り組み、

特に輸液ラインからの気泡除去装置に関しては試行錯誤

を繰り返しながら実証試験を進めている。また、観察対

象としては、細胞核内の DNA 傷害時に傷害修復に関与

するヒストンバリアントであるヒストン H2AX の挙動

を想定しており、同時並行で変異型 H2AX-eBAF-Y 安

定発現細胞株を用いて、DNA 傷害を誘発する条件下で

の感受性について、小核の形成を指標に経時的に定点観

察を実施し、観察タイミングの条件検討を行った。

OFP 型 BAF、或いは、RFP 型 BAF の融合用発現ベク

ターと派生物も新たに構築した。尚、当該研究遂行過程

で得られた知見に関して、特許出願を検討している。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］蛍光、化学発光、細胞 

 



研 究 

(846) 

［研 究 題 目］バイオマス資源利用を目指した耐熱性

キチン分解酵素の反応メカニズム解明 

［研究代表者］峯 昇平（健康工学研究部門） 

［研究担当者］峯 昇平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、バイオマス資源の一つである「キチン」

を医薬・健康食品として有用な「グルコサミン」に効率

よく分解する産業用酵素反応系の構築を目指し、該当す

る酵素群の反応メカニズムを解明することを目標とする。

本年度はまず、多糖であるキチンを2糖にまで分解する

耐熱性キチナーゼの活性を促進するキチン結合ドメイン

の機能解析を行った。具体的には原子レベルでの構造解

析によりキチン結合に必要なアミノ酸残基の特定を行っ

た。次にこのキチナーゼにより2糖にまで分解された反

応生成物を部分的に分解する脱アセチル化酵素の機能解

析を行った。その結果、本酵素は6つの分子が集合した

形で機能することが明らかとなり、さらにはその活性発

現に必要なアミノ酸残基が6量体形成により適切な部位

に配置されることが明らかとなった。このような構造的

特徴は他の類似機能を有する酵素では見られないことか

ら学術的にも重要な知見となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］キチン、グルコサミン、耐熱性 

 

［研 究 題 目］外来遺伝子の安定発現を可能にするニワ

トリ遺伝子組み換え技術の開発 

［研究代表者］大石 勲（健康工学研究部門） 

［研究担当者］大石 勲、吉井 京子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ニワトリ遺伝子組換えは基礎生物学から産業応用まで

幅広い需要がある。しかしながら、ニワトリ遺伝子組換

え技術は黎明期であり、特に外来遺伝子の安定発現に課

題がある。哺乳動物では同じ問題が人工染色体の使用に

より解決可能なため、本研究では人工染色体技術のニワ

トリへの適用を目指した。 

 雄ホワイトレグホン3日胚の血液より樹立された始原

生殖細胞株を用いて、微小核融合法によるマウス人工染

色体の安定導入を試みた。始原生殖細胞への微小核導入

は前例が無いため、初めに導入法の検討を行った。A9

細胞よりマウス人工染色体を含む微小核を抽出し、始原

生殖細胞へ融合する方法としてポリエチレングリコール

を用いた従来法に加え、センダイウイルスエンベローブ

を用いた方法を検討した。いずれの方法でもマウス人工

染色体を安定的に保持する始原生殖細胞株が樹立可能で

あったが、センダイウイルスエンベローブを用いた融合

法の方が従来法に比べて効率が10倍程度高く、5×105～

1×106細胞に1クローンの導入を認めた。人工染色体を

導入した始原生殖細胞株は親株と同様の形態を保持し、

BRL（buffalo rat liver）フィーダー細胞の存在下で安

定的に増殖した。また、始原生殖細胞マーカーである

CVH（chicken vasa homolog）も親株と同程度発現す

ることを免疫蛍光染色により確認した。今後、人工染色

体のニワトリ始原生殖細胞から個体への適用技術を開発

することにより、宿主染色体の影響を受けない遺伝子発

現技術が得られると考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］ニワトリ、遺伝子組換え、人工染色体、

始原生殖細胞 

 

［研 究 題 目］ダウン症モデル Ts65Dn マウス中枢神経

障害発症機序に関わる酸化修飾蛋白質の

探索 

［研究代表者］七里 元督（健康工学研究部門） 

［研究担当者］七里 元督（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではダウン症モデルマウスを用いて、ダウン症 

やアルツハイマー病の脳内で蓄積される酸化修飾蛋白を 

探索することを目的としている。平成25年度は平成24年

度に採取した10週令マウス（ダウン症モデルマウス

Ts65Dn マウスとコントロール B6EiC3マウス）の脳サ

ンプルのイメージングマススペクトル解析および一般組

織染色（HE 染色）を行った。結果として、Ts65Dn マ

ウスの脳内でコントロールマウスの脳内と比較して発現

が増加している数種類の高分子を見出すことができた。

また、これらの高分子の脳組織内分布を特に本マウスで

脂質酸化物が蓄積されていることを報告した海馬（歯状

回）に着目して観察した。さらに、コントロールマウス

においてミエリン塩基性蛋白の局在をイメージングマス

スペクトル解析装置で画像化し、HE 染色との対比を行

い、その局在分布を確認した。この手法を応用し、

Ts65Dn マウスで有意に変動している分子の局在分布の

解析を行う準備が整った。 

 また、上述実験で得られた高分子が抗酸化物質ビタミ

ン E の投与によって変化をうけるのかを検討すること

を目的として、受精時から出生後も通してサンプリング

時まで継続してビタミン E を慢性的に投与したマウス

を作成し、経時的なサンプリングを行った。また、これ

らのマウスの行動評価を高架式十字迷路を用いて行った。

高架式十字迷路試験で Ts65Dn マウスではコントロール

マウスに比較して開放脚に滞在する割合が増加している

ことを以前に報告しているが、今回の実験でも再現性を

確認することができた。本マウスの中枢神経障害を反映

するデータを取得できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ダウン症、酸化修飾蛋白質、酸化ストレ

ス 

 

［研 究 題 目］表面プラズモン増強効果を利用した細胞

内分子マニピュレーション手法の開発 
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［研究代表者］細川 千絵（健康工学研究部門） 

［研究担当者］細川 千絵（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、表面プラズモン増強効果を利用した新規

光マニピュレーションにより、細胞表面の分子のみを局

所的に操作するマニピュレーション技術を開発する。蛍

光解析と組み合わせることにより、細胞内の特定分子の

拡散過程や反応過程を明らかにし、細胞内に局在する機

能性タンパク質分子の高次操作技術への応用が期待され

る。本年度は、波長1064nm の光ピンセット用近赤外レ

ーザーとプラズモニックチップとを組み合わせた蛍光解

析システムを構築し、蛍光色素含有ポリスチレンナノ粒

子を用いてプラズモニックチップの有効性について検証

した。蛍光性ポリスチレンナノ粒子水分散液をカバーガ

ラスに滴下し、スペーサーを介してカバーガラス、もし

くはプラズモニックチップにより封入する実験系を構築

した。カバーガラス表面に光ピンセット用レーザーを集

光すると、レーザー集光領域において粒子からの二光子

励起蛍光が検出され、蛍光相関分光測定により単一ナノ

粒子の拡散運動の計測が可能であることを確認した。ナ

ノ粒子水分散液を封入したプラズモニックチップ表面に

レーザーを集光すると、カバーガラスでの結果と比較し

て、レーザー集光領域における粒子運動が遅くなり、よ

り強く束縛されることを見出した。以上の結果から、表

面プラズモン共鳴効果に基づいて光捕捉力が増大した可

能性が示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］光ピンセット、表面プラズモン、神経細

胞 

 

［研 究 題 目］脳磁界計測を用いた音環境の動的評価メ

カニズムの解明に関する研究 

［研究代表者］添田 喜治（健康工学研究部門） 

［研究担当者］添田 喜治、金 容熙 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、音環境評価の基本となる音の質的要素の時

間変化とヒトの脳磁界反応の関係を調べ、動的音環境評

価メカニズムを明らかにすることを目的とする。本年度

は、音の質的要素の変化が心理的不快感に及ぼす影響の

調査、脳磁界計測を用いた最適サイン音設計手法の検討

を行った。 

住居やオフィスにおけるエアコン等の空調音は、あま

り大きい騒音レベルではないが、夏や冬は常時その音を

聞いており、住居内やオフィスにおける快適性や生産性

に影響を及ぼすことが考えられる。本研究では、空調音

の質的要素が心理的不快感に及ぼす影響を明らかにする

ため、空調音に対する心理的不快感が相関関数解析によ

りえられる指標により予測できないか検証した。その結

果、不快感は、騒音のピッチ、スペクトル重心により高

精度で予測できることを明らかにした。 

駅の改札口や階段の場所を音で案内する「サイン音」

は、視覚障害者にとって危険物からの逃避や目的場所へ

の移動のために重要である。しかし、実際には視覚障害

者の4割強がサイン音を利用しにくいと報告している。

本研究では、脳活動からわかりやすいサイン音の推定を

目指し、残響時間と両耳間時間差が変化する環境下で、

4種類のサイン音（鳥の鳴き声）聴取時の脳磁界活動を

解析した。N1m 活動強度と音刺激のエンベロープと脳

磁界活動の相関を解析した結果、カッコーとコノハズク

が利用しやすいサイン音の有力候補であることが分かっ

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］脳磁界計測、音質、相関、不快感、サイ

ン音 

 
［研 究 題 目］集光レーザー摂動による神経細胞ネット

ワークダイナミクスの解明 

［研究代表者］細川 千絵（健康工学研究部門） 

［研究担当者］細川 千絵（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、集光レーザービームの光摂動技術を神経

細胞内分子動態の能動操作に応用し、摂動に伴い変化す

る神経細胞ネットワークの時空間ダイナミクスを明らか

にすることを目的としている。レーザー光摂動を用いて

神経細胞のシナプス結合部位に局在する機能分子集合体

を操作し、神経細胞の脱分極過程を操作する技術を開発

することにより、レーザー摂動による神経細胞ネットワ

ークの時空間制御を実証する。本年度は、現有装置に蛍

光イメージング用 CMOS カメラ、および顕微鏡用 XY
軸自動ステージを導入し、レーザー光源を組み込んだ顕

微蛍光解析システムを構築した。開発したシステムを用

いて、光ピンセットによる細胞内分子集合操作、および

集光フェムト秒レーザーを用いた単一神経細胞の光刺激

手法の評価を進めた。ラット海馬培養神経細胞の細胞表

面に局在する神経細胞接着分子を量子ドットにより可視

化し、細胞表面に光ピンセット用近赤外レーザーを集光

したところ、レーザー集光領域において量子ドット標識

神経細胞接着分子が光捕捉され、集合する過程を蛍光解

析により明らかにした。さらに、フェムト秒レーザー光

刺激に伴い変化する、神経細胞ネットワークの蛍光カル

シウムイメージング測定手法を改良し、240µm×240µm
領域の蛍光像を10ms 毎に取得し、広範囲、高時間分解

イメージング計測が可能であることを実証した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］神経細胞、光ピンセット、フェムト秒レ

ーザー、ナノバイオ、蛍光解析 

 

［研 究 題 目］マウス及びヒト iPS 細胞を用いた神経

分化誘導での神経栄養因子 BDNF の機
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能解析 

［研究代表者］北畠 真子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］北畠 真子（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 iPS 細胞技術の開発によって、遺伝病の患者の神経分

化にどのような異常がでるかを観察したり、特定の薬剤

の効果や副作用を安全に検証したりできる可能性が現実

のものとなりつつある。これらの目的を達成するために

iPS 細胞からの各種細胞への分化誘導は現在大いに研究

が進められている分野である。ただ iPS 細胞の分化は

大変不安定なため神経細胞への分化誘導効率は現在一般

的に行われている方法では30%程度と振るわず、効率的

な分化誘導方法が模索されている。分化の指標としては

神経細胞単体としてのシグナル伝達機能のみならず神経

回路としてもしっかり機能するかどうかをみる評価系を

用いる。本研究ではこの評価系をマウス iPS 細胞から

分化誘導した神経細胞に用いて in vitro で構築された

iPS 細胞由来の神経回路に応用し、これらの細胞が確か

に神経回路として機能していることを確かめることを目

標としている。神経細胞はどこからも入力がなくても単

独で自発的に発火して活動電位を生ずるが、神経回路が

形成され多点電極上のすべての電極においてこの自発的

発火が同期して行われていることが観察された。また神

経栄養因子 BDNF 遺伝子を発現させる事により神経へ

の分化が促進される事を示唆する結果が得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経細胞、BDNF、分化 

 
［研 究 題 目］脂質酸化物を標的としたメタボリック

シンドロームにおける抗酸化食品因子の

機能評価 

［研究代表者］赤澤 陽子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］赤澤 陽子、吉田 康一、梅野 彩 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 肥満は高血圧や糖尿病の生活習慣をはじめとして、多

くの疾患のリスクファクターとなる。肥満により肥大し

た脂肪細胞では種々の刺激により炎症や酸化ストレスを

誘発し、動脈硬化などの炎症性疾患の引き金となりうる。

H25年度は「脂質酸化代謝物」特に、リノール酸の酸化

物であるヒドロキシリノール酸（HODE）に焦点を絞

り、細胞応答を解析した。 

 糖尿病による急激な血糖値の上昇は、酸化ストレスを

誘導することが知られているが、なかでも一重項酸素の

発生と疾患の関与が示唆されている。そこで、一重項酸

素特異的に生成するリノール酸酸化物の細胞応答につい

て検討した。HODE は酸化機構により6種類の異性体が

存在する。中でも一重項酸素による非ラジカル的酸化で

は9-EZ, 10-EZ, 12-ZE, 13-ZE-HODE の4種類が生

成する。これらの HODE 異性体による細胞応答につい

て検討を行った。細胞保護作用は、HODE 添加後に過

酸化水素で酸化ストレスを負荷し、その後の生細胞数を

計測した。細胞応答は、DNA アレイ解析や RT-PCR 法

やウエスタンブロット法により抗酸化物質の解析を行っ

た。過酸化水素により誘導される細胞死に対して、

HODE の前処理により細胞保護効果が認められ、その

効果は異性体種によって異なった。また、細胞保護作用

が認められた HODE 異性体では、NF-E2 related 
factor 2 (Nrf2)の核内移行を介した GSH 含量の増加と

HO-1の発現上昇が認められ、抗酸化機能の活性化が明

らかとなった。以上の結果から HODE は異性体種によ

って異なる細胞応答を誘導し、その細胞保護作用には抗

酸化能の上昇が寄与していることを明らかとした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脂質酸化、酸化ストレス 

 

［研 究 題 目］新規育種技術による糖鎖改変酵母を利用

した糖鎖機能の解析 

［研究代表者］安部 博子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］安部 博子（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究は糖鎖異常を補填することによって増殖能を回

復した酵母株のその補填機能の解明から、糖鎖が持つ増

殖制御機構を明らかにすることを目的とする。 

 これまでに糖鎖改変出芽酵母に複製エラーを利用した

育種技術である不均衡変異導入法を適用することによっ

て、糖鎖改変によって低下した増殖能を回復させた株を

得ることに成功している。著しい増殖能の低下を示す、

PMT2遺伝子（protein-O- mannnosyltransferase）お

よび PMT4遺伝子の2重遺伝子破壊株およびその増殖回

復株のキチナーゼとマンノタンパク質の O-結合型糖鎖

量を調べた。その結果、pmt2Δpmt4Δ二重破壊株では

野性型株に比べてキチナーゼの O-結合型糖鎖量が減少

していることが分かった。一方、増殖回復株のキチナー

ゼに付加される O-結合型糖鎖は、野性型株由来のもの

よりも減少しているが、pmt2Δpmt4Δ二重破壊株より

も少し増加していることが分かった。一方、マンノタン

パク質の O-結合型糖鎖は、pmt2Δpmt4Δ二重破壊株

では野性型株に比べ約40%程度にまで減少していたが、

増殖回復株ではむしろ、野性型株よりも増加していた。

また、O-結合型糖鎖抑制株の増殖回復株では細胞膜セ

ンサータンパク質の分解が抑制されていた。このことか

ら、増殖回復には O-結合型糖鎖を増やすシステム、す

なわち、他の PMT タンパク質が過剰に機能しているこ

とが予想された。これまでの遺伝子発現解析等の結果か

ら、N-結合型糖鎖および O-結合型糖鎖改変酵母

（YFY21)の増殖回復株（YFY22）では解糖系で機能す

る遺伝子が過剰発現していることが明らかになった。こ

のことから、糖鎖改変による増殖能の低下を回復するた
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めには、糖代謝を上げてより効率的にエネルギーの生産

を行う必要があると考えられる。糖鎖はエネルギー代謝

に何らかの機能を示すことが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］糖鎖機能、酵母、遺伝子発現解析 

 
［研 究 題 目］抗癌剤の薬効評価のための癌微小環境を

模倣した擬似癌組織の構築 

［研究代表者］山添 泰宗（健康工学研究部門） 

［研究担当者］山添 泰宗、市川 貴士、中西 久嗣、

根木 順子（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 個々の癌患者に適した抗癌剤を高い精度で判別できる

新規の薬剤評価法の開発を目指し、癌微小環境を模倣し

た擬似癌組織を構築すること、ならびに、癌細胞の周囲

に存在する間質細胞が抗癌剤の薬効に及ぼす影響を検証

することを目的に研究を行った。コラーゲンゲルで包埋

した癌細胞の上部に癌間質線維芽細胞を、また、下部に

単核細胞を配置することで擬似癌組織を構築した。同擬

似組織を用いた検討により、線維芽細胞によって、抗癌

剤シスプラチンの殺細胞効果が抑制されること、及び、

単核細胞によって、癌細胞内の特定の酵素が活性化され、

抗癌剤のプロドラッグであるドキシフルリジンの殺細胞

効果が増強されることを明らかにした。さらに、単核細

胞による影響がどの程度離れた癌細胞にまで作用して抗

癌剤の薬効を変化させるかを検証するため、固定化単核

細胞と癌細胞から成る共培養系を構築した。浮遊細胞で

ある単核細胞の基板上への固定化は、細胞膜に親和性を

有する試薬と我々が独自に開発したタンパク質の吸着特

性を制御できるアルブミンフィルムを組み合わせる手法

を用いた。同共培養系の癌細胞を抗癌剤に暴露後、死滅

した癌細胞を可視化することで、単核細胞の近傍に位置

する癌細胞のみが単核細胞による抗癌剤の薬効増強作用

を受けて死滅することを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アルブミン、擬似組織、癌、細胞膜修飾、

パターニング、薬剤評価、テーラーメー

ド医療 

 
［研 究 題 目］行動生理計測に基づく抑うつ状態評価改

善技術の開発 

［研究代表者］吉野 公三（健康工学研究部門） 

［研究担当者］吉野 公三、二谷 博美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成25年度は2家族（被験対象計4名）が各々3ヶ月間、

産総研関西センターの実験住宅に被験者として滞在した。

実験参加前に全被験者からインフォームドコンセントを

得た。実験は産総研人間工学実験倫理委員会の承認のも

とに行った。精神科医による診察の結果、被験者はいず

れも鬱病を発症していないことを確認した。被験者は身

体加速度計を装着して生活し、睡眠時には携帯型心拍変

動計を装着した。その計測データを用いて、生活活動度

の変動パターンと睡眠時の自律神経系活動バランスを数

量化した。さらに、被験者は心理状態評価質問紙に回答

し、そのデータを用いて心理状態の変動を記録した。精

神科医の定期的な診察の結果、実験期間中に鬱病を発症

した者はいなかったが、1名（以降、被験者 A）は3ヶ月

間のうち後半より徐々に SDS スコアが上昇し、別の1

名（以降、被験者 B）は3ヶ月目に急に SDS のスコア

が低下し、POMS の活気スコアが上昇した。残る2名は

休日効果を除けば、心理状態は安定していた。被験者 A
の後半の睡眠時心拍数は前半のそれに比べて高い値を示

した。被験者 B の3ヶ月目の睡眠時心拍数はそれまでの

それに比べて低い値を示した。さらに、先行研究の中村

亨らが考案した1週間の休息期間の継続時間の累積密度

分布のべき指数（以降、中村指数）を計測した身体加速

度データより算出した。その結果、被験者 A の後半の

中村指数は前半のそれに比べて低い値を示した。被験者

B の3ヶ月目の中村指数はそれまでのそれに比べて高い

傾向を示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］行動、心拍、自律神経、抑うつ、住宅、

気分、人間、日常生活 

 

［研 究 題 目］オンサイト遺伝子迅速検知用集積化マイ

クロチップの開発 

［研究代表者］渕脇 雄介（健康工学研究部門） 

［研究担当者］渕脇 雄介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、特定の遺伝子をフィールドで迅速かつ自

動的に検知するための装置開発を目指している。今年度

は、前年度に開発したマイクロチャンバー機構をもとに、

(1)独自の高速 PCR 法の再現性・安定性の確保と、(2)

遺伝子を含む試料液と PCR 反応試薬の自動混合機構の

新規構築を行った。これまでにも連続蛇行するマイクロ

流体デバイス内を流れている PCR 試料プラグ液前後の

蒸気圧差を利用することで、温度制御を高速化していた

が、今年度は新たに、固液界面に生じる粘性の力を効果

的に活用する事で、本高速 PCR 法の再現性・安定性が

大きく向上することを見いだした。 

 これらは、流路入り口からの圧入と出口からの吸引の

どちらの駆動方式にも対応でき、蒸気圧と粘性力を活用

したシンプルな高速 PCR 装置の実現につながる成果で

ある。多量の試料液の増幅への対応、サイクル毎分単位

で同じ距離を維持することによる複数試料プラグ液への

対応が可能なことも見いだした。これら駆動機構の開

発・改良に加え、液体の界面張力と慣性力を利用して試

料と PCR 用反応試薬を混合する機構を開発した。 

 一般的に、こうした技術を集積化させて遺伝子を迅速、
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自動検知するためのフィールドでのオンチップの研究開

発は、複雑な外部制御や煩雑な表面処理などを組み合わ

せて行われている事例が殆どであり、装置が大型で高価

なものが多い。これに対し本研究では、ポンプの吐出だ

けでこれらの機構が全て終了することができており、概

ね順調に進んでいる。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］PCR、遺伝子、オンチップ 

 

［研 究 題 目］二量化、クラスタ構成、および膜受容体

細胞内輸送に関する単一分子蛍光の研究  

［研究代表者］Biju Vasudevan Pillai 
（健康工学研究部門）  

［研究担当者］Biju Vasudevan Pillai（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］  

 本研究の目的は、蛍光顕微鏡検査法と蛍光共鳴エネル

ギー移動（FRET）を用いて、生体細胞内での上皮増殖

因子受容体（EGFR）形成速度と細胞内輸送を評価する

ことである。 

 最初に、Cy5dye を用いた CdSe/ZnS 量子ドット

（QDs）と抗 EGFR 抗体を使用し、EGF のラベリング

およびビオチン化を実施した。次に EGFR を過剰発現

させたヒト肺上皮腫瘍細胞株（H1650）を70%コンフル

エンスまで培養した。そして、Cy5抗体コンジュゲート

を用いて精製とラベル化を行った。精製による非結合抗

体色素コンジュゲートの除去後、量子ドットラベル化し

た EGF を用いて細胞内 EGFRs を活性化した。その細

胞を細胞培地を使用し精製補充した後、すぐに蛍光顕微

鏡と蛍光寿命装置を用いて観察を行った。二量体様に投

入した単一 QDs の蛍光強度の時間変化を記録すること

でクラスタ形成速度を算出し、クラスタ様 EGF-EGFR
複合体を記録観察した。さらに濃度の異なる QD-EGF
コンジュゲートを用いて、異なる時間間隔で単一および

クラスタ化した EGFR の蛍光イメージの記録分析を行

った。観察を行った単一 QDs の一様分布は最初小さな

クラスタ（2から4分子）に変化し、後に10分子以上に大

きくなった。 

 最後に、添加30分後核周囲の蛍光を観察した結果、ク

ラスタが内部に移行し細胞質内に輸送されたことを確認

した。これらの実験より、EGFR のクラスタサイズお

よび細胞内輸送の時間変化を分類することで、EGFR
の過剰発現、シグナル増幅と受容体再循環との相関が解

明できることが明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］上皮増殖因子受容体（EGFR）、受容体

の二量体化、受容体のクラスタ形成、量

子ドット(QD)、細胞内輸送（FRET） 

 

［研 究 題 目］ナノチップによる巨大環状 DNA1分子の

実時間ダイナミクス解析 

［研究代表者］平野 研（健康工学研究部門） 

［研究担当者］平野 研（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、環状 DNA1分子をリアルタイムに直接

イメージングを行うためにナノ流体チップ（以下、ナノ

チップ）を用いることで、核酸結合酵素の反応や周囲環

境、熱力学的要因によって、環状 DNA1分子の構造・

形態変化のダイナミクスを新規に明らかにし、また酵素

機能とその関わりを解析するもので、酵素1分子と環状

DNA1分子の可視化による環状 DNA-酵素の相互作用の

リアルタイム解析、環状ポリマーである環状 DNA1分

子の高分子物理学的性質が生命現象に与える作用、環状

DNA1分子を用いた放射線等による DNA 損傷の高感度

検出技術への応用展開等を目的としている。 

 本年度は、環状 DNA1分子をリアルタイムでのダイ

ナミクスを解析するための2次元観察法を新規に構築す

るために、ナノメートルの厚みを持つナノチップの構造

効果による2次元観察の有用性について実験的な確認を

行った。流路の厚みを400nm としたナノチップを作製

し、検討した結果、環状 DNA1分子を輪の状態でリア

ルタイムに1分子観察が可能であることを示すことに成

功した。溶液の厚さをナノメートル単位まで小さくする

ことで、巨大環状 DNA1分子を輪の状態で、リアルタ

イムでイメージングする手段として有効であることが実

証できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］1分子 DNA、1分子計測、ダイナミクス、

ナノチップ、環状 DNA、環状高分子鎖 

 

［研 究 題 目］光の点滅が疲労に及ぼす影響の心理的・

生理的評価 

［研究代表者］岡本 洋輔（健康工学研究部門） 

［研究担当者］岡本 洋輔（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では点滅光の時間変化パターンおよび波長

（色）の各特性が眼疲労に及ぼす影響を主観および生理

反応の測定によって明らかにすることを目的としている。

眼疲労の生理的評価に瞳孔反応が利用できる可能性につ

いて検討するため、光暴露下での視作業時に主観的眼疲

労度および瞳孔径の測定を行い、両者の比較を行った。 

 暴露光刺激として、中波長と長波長成分の強度が同等

な光（刺激1）と中波長と比較して長波長成分が強い光

（刺激2）の2種類を用いた。被験者には、机上面におか

れた白色用紙上のある文字を選択するという視作業を各

光条件下で30分間行ってもらった。視作業の前と途中お

よび後に、5段階評価による主観的眼疲労度の測定を行

うとともに、液晶ディスプレイ上に明（150cd/m2）と暗

（10cd/m2）刺激を10秒ずつ交互に計2分間呈示し、その

間の瞳孔径を連続的に測定した。 

 主観的眼疲労測定の結果、光刺激2条件では視作業前
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と比較して視作業途中と視作業後で主観評価値が有意に

上昇した。また、光刺激2条件では、瞳孔径測定時に呈

示された暗刺激に対する瞳孔径が、視作業前、途中、後

の順に大きくなる傾向が見られた。暗刺激に対する瞳孔

径と主観的疲労度に高い相関がみられたことから、暗刺

激に対する瞳孔径の大きさは眼疲労の生理的評価に利用

することが可能であると考えられる。今度は暴露光刺激

に点滅を加え、眼疲労に及ぼす影響を主観および瞳孔径

の測定によって明らかにする。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］点滅光、眼疲労、瞳孔、LED 

 

［研 究 題 目］時計遺伝子発現変動と糖尿病性血管障害

との相互関係の解明 

［研究代表者］室冨 和俊（健康工学研究部門） 

［研究担当者］室冨 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 体内時計を制御する時計遺伝子は糖尿病の発症および

悪化に関与する。そのため、時計遺伝子の発現変化は高

血糖時の血管障害にも影響を及ぼすと予想されるが、糖

尿病性血管障害における時計遺伝子の役割は不明である。

そこで、時計遺伝子発現変化と糖尿病時の血管障害との

相互関係を本研究で明らかにする。 

 本研究では、動物個体で糖尿病発症とそれに伴う血管

障害および時計遺伝子発現や行動パターンの異常を確認

する必要がある。本年度は、自然発症型2型糖尿病モデ

ルである TSOD マウスを利用し、糖尿病発症週齢およ

び行動パターン異常の有無を検証した。対照マウスと比

較した結果、TSOD マウスでは、6週齢以降に高血糖、

8週齢以降に耐糖能異常およびインスリン抵抗性が観察

されたことから、TSOD マウスはおよそ8週齢で糖尿病

様フェノタイプを呈することが明らかとなった。マウス

は約24時間周期の行動リズムをもち、明期にはほとんど

活動しないが、時計遺伝子変異マウスでは活動リズムの

減り張りがなくなる。活動リズムと相関する飲水パター

ンを指標に、TSOD マウスの活動リズムを測定した結

果、3および6ヶ月齢の TSOD マウスの暗期直前（ZT 9-
12 h）に飲水する割合は対照マウスの約2.5倍となり、

TSOD マウスは糖尿病に罹らない対照マウスと異なる

行動パターンを示すことを見出した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖尿病、血管障害、時計遺伝子 

 

［研 究 題 目］細胞チップを用いた血中循環がん幹細胞

の検出法の開発 

［研究代表者］阿部 佳織（健康工学研究部門） 

［研究担当者］阿部 佳織、片岡 正俊 

（常勤職員1名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

 がんの再発・転移の原因として化学療法や放射線療法

に抵抗性を示すがん幹細胞の存在が注目されている。近

年、がん幹細胞は腫瘍組織中だけでなく、血中にも循環

していることが報告されている。しかし、血中に存在す

る割合は非常に少ないため、高感度な検出が必要であり、

これまでに簡易に正確に検出できるシステムは報告され

ていない。 

 我々はスライドガラスサイズのプラスチック基板（チ

ップ）に直径100µm の穴を2万個配置し、1穴に100個の

白血球を一層に並べることにより、1枚のチップで200万

個の白血球を解析できる細胞チップを開発してきた。そ

こで本研究では、細胞チップを用いることにより、高感

度に、簡易に、正確に血中を循環するがん幹細胞を検出

できるシステムの開発を試みた。 

 まず、がん幹細胞のマーカーの1つである CD133が発

現している KATO-Ⅲ細胞（胃がん細胞）を用いて細胞

染色の条件の検討を行った。市販の CD133抗体のクロ

ーンを3種類用いて比較検討を行った結果、特異性が高

いクローンを見出すことができた。また、幹細胞マーカ

ーである CD133、血中循環がん細胞のマーカーである

サイトケラチン（CK）、白血球のマーカーである CD45、

核マーカーである DAPI との4重染色の条件を検討した

結果、最適な界面活性剤の種類と濃度、および染色時間

を確立することができた。 

 さらに、細胞チップの穴から細胞を回収するシステム

の構築を進め、直径50µm のガラスキャピラリーを用い

ることで蛍光顕微鏡下で細胞を回収することが可能とな

った。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］血中循環がん細胞、マイクロチップ、が

ん幹細胞 

 

［研 究 題 目］細胞機能を可視化する新奇な超分子ナノ

材料の光創製  

［研究代表者］Biju Vasudevan Pillai  
（健康工学研究部門）  

［研究担当者］Biju Vasudevan Pillai、 
Edakkattuparambil Shibu  
（常勤職員1名、他1名）  

［研 究 内 容］  

 本研究の目的は、単一分子検出と生体イメージングの

ための高発光性かつ無毒性のナノ粒子を開発することで

ある。当研究における重要な成果は、NIR 領域内で高

輝度を示す無毒性金（Au）量子クラスター（QCs）合

成の最適化および集合体と単一分子レベルでの性質評価

である。 

 最初に金 QCs の合成最適化を行った。具体的には、

37℃で6時間以上 pH10以下のアルカリ性ウシ血清アル

ブミン（BSA）条件下で、塩化金酸（HAuCl4）から金

イオン Au3+を低減させることにより最適化を行った。 

 次に、過剰イオンを透析によってサンプルから除去し、
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凍結乾燥と水で再懸濁することにより濃縮した。続いて

ビオチン NHS 化合物反応を用いて金 QCs にバイオコ

ンジュゲートの官能性を導入した。ビオチン NHS 化合

物はセファデックス G-25カラムの精製後、ビオチン化

した金 QCs を抱合準備状態にするものである。 

 さらに、ビオチンユニットをストレプアビジンで阻害

した後、ビオチン化した表皮成長因子（EGF）の抱合

を行った。それと並行して金 QCs の長時間強励起レー

ザーを用いて光安定性を評価し、光安定性を有機蛍光色

素と量子ドット（QDs）で比較した。その結果、金

QCs の光安定性は、標準的な有機蛍光色素より格段に

高いことが確認された。金 QCs の光安定性は単一分子

レベルでの検出に有益であり、金 QC-酸素エネルギー

変換と PL 明滅の識別に役立つことが分かった。 

 最後に、優れた細胞内輸送と蛍光発光をもたらすヒト

肺上皮腫瘍細胞株（H1650）を用いて、EGF 抱合され

た金 QCs を培養することにより、金 QCs の潜在能力を

確認した。また、H1650細胞を用いた MTT 細胞毒性試

験により EGF-QC 抱合体の無毒性を確認した。これら

の実験と結果より、貴金属の金 QCs が有機蛍光色素お

よび生体イメージングに使われる QDs の代用になる可

能性が示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］量子クラスター、ナノ粒子、蛍光ラベル、

単分子検出、細胞毒性、生体イメージン

グ 

 

［研 究 題 目］細菌膜蛋白質複合体の分子配列メカニズ

ムに関する光学・電子顕微鏡複合解析 

［研究代表者］川崎 一則（健康工学研究部門） 

［研究担当者］川崎 一則（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 大腸菌の走化性レセプター（MCPs）は内膜上の膜蛋

白質であり、膜貫通領域（TMD）2本をもつ単量体が2

量体となり、数百～数千コピーの規模で巨大な集合体を

形成する。その集合体では蛋白質の特異な配列による膜

の組織化がなされると考えられている。この膜組織化の

検証のために、急速凍結レプリカ法による大腸菌内膜の

電顕観察を行っている。凍結割断の方法を用いると生体

膜の疎水性界面（P 面と E 面）が観察され、膜蛋白質

が膜内粒子として確認されるが、大腸菌内膜の場合も割

断 P、E 面の両方に膜内粒子が表れ、特に P 面ではよ

り高密度に観察される。これらを指標に、疎水性部分か

らみた内膜の構造を検討した。 

 本研究では、全 MCPs 欠損大腸菌株（HCB436）に

Tar あるいは Tar-TC（テトラシステイン配列融合体）

を導入、発現させ、内膜の微細形態を観察した。コント

ロールの細胞では、P 面上に膜内粒子の存在しない円形

状の領域が多数形成され、直径は25nm 程度であった。

Tar を発現した細胞でも同様の無粒子領域が形成された

が、40nm 程度に拡大した一群が生じていた。さらに、

Tar-TC 発現細胞では直径100nm 程度と顕著に大きな無

粒子領域が見いだされた。無粒子領域が観察されること

は、TMD 数の多い膜蛋白質分子が排除されており、脂

質分子と TMD 数の少ない膜蛋白質分子のみが存在する

と解釈される。以上の結果から、走化性レセプターTar
の発現は、内膜における蛋白質の組織化状態を変化させ

ることが示された。この結果を応用し、膜の分子構築上

における対象蛋白質の局在場所を特定する可視化技術を

目指す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］膜蛋白質、細菌、電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］西欧教会ならびにオペラ劇場の動学的音

場解析とその比較 

［研究代表者］伊東 乾（東京大学） 

［研究担当者］添田 喜治、伊東 乾、金 容熙 

（常勤職員1名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 本研究は、従来我々の日常生活と密接に結びついてい

て、かつその空間内で音が重要な役割を果たしている、

教会・寺院の音響を評価することを目的とする。 

 教会・寺院内において司教・住職は、儀式に応じて、

その位置、向き、発声方法を変えている。それにより、

教会・寺院内の人々に儀式毎に異なる音響効果をもたら

している。しかし、その音響効果は調査されていなかっ

たことから、司教・住職位置・向きと聴者の位置を想定

し、教会・寺院内でのインパルス応答と寺院内の読経音

の測定・解析を行った。 

 インパルス応答解析に関しては、教会の背面式・寺院

の通常儀式位置では、両耳間相関度が低く（音場の広が

りが感じられる）、音声明瞭度が低い、寺院の御文章発

声位置では、両耳間相関度が低く、音声明瞭度が高いこ

とを明らかにした。寺院と教会を比較すると、寺院にお

ける内陣は、教会の祭壇に相当するものであるが、その

容積が大きいことが、寺院と教会の音場の違いに与える

影響が大きいことを明らかにした。 

 読経解析については、位置・向きの効果は両耳間相互

相関度、両耳間時間差、発声方法の変化は、ピッチ、ピ

ッチ明瞭度、スペクトル重心に反映されることを明らか

にした。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］音質、相関、インパルス応答 

 

［研 究 題 目］仮想触感提示技術によるヒト―モノ間の

インタフェースを対象とした多型性表現

モデル 

［研究代表者］中川 誠司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中川 誠司、大塚 明香 

（常勤職員1名、他1名）  
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［研 究 内 容］ 

 視覚障害者のための新しい情報提示機器の開発目指し

て、空気噴流を使用した触覚インターフェース装置の開

発に取り組んでいる。2013年度は空気噴流刺激が掌に呈

示された際の知覚特性や神経生理メカニズムの解明を目

的として、心理物理計測や脳磁界計測に取り組んだ。 

 まず、被験者7名を対象として、空気噴流刺激を掌上

の各部（17点）に呈示したときの刺激に対する知覚量を

マグニチュード推定法により求めた。その結果、掌の外

側部（小指側）の感度が高く、中央部の感度が低いこと

がわかった。掌各部における感度と皮膚硬度について正

の強い相関が得られた。これらの結果は、正中神経より

も尺骨神経支配領域の知覚感動が高いこと、感度は皮膚

の硬度の影響を受けることを示唆する。 

 次に、脳磁界計測を用いて、空気噴流刺激を掌に呈示

したときの大脳皮質活動を計測した。得られた誘発反応

の活動源を呈示した。その結果、掌上の内側（親指側）

および遠位において、有意に大きな第二成分の活動強度

が得られることがわかった。 

 脳磁界計測の結果は、先行研究で報告されている掌上

の機械受容器（FA-I）の分布密度に合致する一報、当

方で実施した心理計測の結果とは乖離している。末梢受

容器での情報処理と大脳皮質活動の異同についての再検

討が必要と思われる。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］インターフェース、触覚、空気噴流、脳

磁界計測 

 

［研 究 題 目］大規模・異種の時空間データ統合で生じ

る矛盾を許容するサイエンスクラウド基

盤  

［研究代表者］小島 功（情報技術研究部門） 

［研究担当者］小島 功、中村 章人、的野 晃整、 

岩田 健司、油井 誠、Steven Lynden 
（常勤職員6名）  

［研 究 内 容］ 

本研究は複数の衛星情報アーカイブなどのペタバイト

級の異種時空間データの統合を支援することで、科学研

究を促進するクラウド基盤（サイエンスクラウド）を研

究開発するものである。産総研を代表として筑波大、静

岡大と共同で実施している。 

本研究の特徴は、アーカイブされたデータの全量同士

の結合・突き合わせなど大規模・高度なデータ統合の過

程において多々発生する同一であるはずのデータ間の相

違といったある種の「矛盾」に着目した点にある。矛盾

したデータの存在下で統合を可能にする｢許容｣を行うこ

とで矛盾の解決を図り、精度の高い時空間的知見の獲得

を可能とする。 

平成25年度は3年計画の2年目として、矛盾を扱うため

の1)～3)の各要素技術の研究開発と、それらの統合4)を

並行して進めた。1）統合のモデル化とアーキテクチ

ャ：実世界データと SNS のデータ統合を試み、疑似相

関関係を指定することで矛盾の原因発見がある程度可能

なことを確認した。また曖昧性や不確実性を有するデー

タ集合に対する外れ値手法を拡張し、トップ K（外れ

度上位 K 件）の外れ値を効率的に検出する方法を考案

した。2）時空間データの解析とワークフロー、可視

化：機械学習による画像解析はサブクラス化（特定のク

ラスをさらにいくつかに分割する））により改良し、こ

れまでの衛星画像処理よりも高精度の判別を実現した。

SNS 上の地理情報に着目し、ユーザが付与した位置情

報を基に知見獲得を行う方法を研究し、海岸が写った写

真から海岸線を検出する等注目するポイントの自動判定

等を実現した。ワークフローと可視化は開発したワーク

フローエンジン Lavatube の応用を進め、動画像や衛星

画像等の処理の実行状況がクライアントで可視化、中断、

逐次実行できる対話性を実現した。3）検索と解析のた

めの並列処理基盤：LOD に対する分散処理は、時間制

限内でベストエフォートの答えを戻す手法を提案し、デ

モシステムを構築した。タンパク質のアミノ酸配列のよ

うな配列データに対するウィンドウ（ストリーム処理で

一度に扱えるデータの幅）に基づいた集約処理に対し、

差分計算の概念を導入して高速化、計算量の効率化を実

証した。不確実データを対象とした確率頻出アイテム集

合の計算を並列分散化すると共に、GPU に基づくクラ

スタリング手法を開発した。4) 統合：上記技術を統合

する応用システムを構築し検証を行った。特に LOD の

検索と可視化を放射線モニタリングシステムに適用した。

また、2)の機械学習で発生する特定の誤検出パターンに

ついて、同じく SNS 上の地理情報を併用すると改善で

きることが解明できた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］データベース、データ統合、時空間デー

タ、クラウド 

 
［研 究 題 目］ディザスタリカバリを可能にする高速退

避型遠隔ライブマイグレーションの研究 

［研究代表者］広渕 崇宏（情報技術研究部門） 

［研究担当者］広渕 崇宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、遠隔拠点間のライブマイグレーション時間

を大幅に短縮し、地震発生直後の猶予時間を利用したサ

ーバ待避技術の実現を目指すものである。従来のライブ

マイグレーション技術では仮想計算機の実行状態を一度

に全て転送する実装となっている。一方、本研究が提案

するライブマイグレーション手法では、平時から実行状

態を待避先にできるかぎり転送し、災害時には未転送の

実行状態のみを転送することで、いざという時のサーバ

待避時間を短縮する。提案手法のプロトタイプ実装を開

発し、各種評価実験を通してその有効性を検証する。  
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3年計画の1年目となる平成25年度は以下の研究を行っ

た。第一に、仮想計算機の主要な実行状態の一つである

ストレージに関して、平時のデータ同期機構の開発を進

めた。我々が開発するストレージサーバプログラムを拡

張して、ディスクブロックをあらかじめ待避先と同期す

る機構について開発を進めた。データベース等のワーク

ロードを用いて評価実験を行った結果、ディスクの更新

速度が速いワークロードであっても仮想計算機の移動時

間を大幅に短縮できることを確認した。 

第二に、ライブマイグレーション機構において、メモ

リとストレージデータ間の重複を排除する研究を行った。

仮想計算機を移動する際に、メモリ中に含まれるストレ

ージキャッシュのデータ転送を省略できれば、移動時間

を短縮できる。我々が過去に開発した手法では、仮想計

算機を移動する前に重複排除を完了する必要があるため、

時間短縮効果が限定的であった。そこで今回は仮想計算

機の移動作業と並行して重複排除を行う機構を新たに開

発した。評価実験の結果、新たな提案手法は大きな時間

短縮効果を有することを確認した。 

以上の研究成果を内外の学会で発表し、論文誌等にま

とめた。今後はシミュレーション技術を用いて様々な状

況下における提案手法の有効性を検証する予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］災害対策、データセンタ、仮想化 

 
［研 究 題 目］Linked Data 検索のための結合効率化に

基づくメタデータクラウドの研究開発  

［研究代表者］的野 晃整（情報技術研究部門） 

［研究担当者］的野 晃整（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 誰でも制限なしに自由に利用できるオープンデータの

流通は、G8サミットでのオープンデータ憲章採択や世

界最先端 IT 国家創造宣言の閣議決定など政府レベルで

も、また自治体での積極的な導入や各種コンテストの開

催などコミュニティレベルでも推進され、世界的な潮流

となっている。このオープンデータの要として期待され

ているのが Linked Data である。Linked Data はデー

タ間の関係を記述してデータを網目状にリンクするもの

であり、統一した形式で記述することによって、あらゆ

る分野の多様な情報を同じ枠組みで利用できる。

Linked Data は近年爆発的に増加しているが、巨大で

複雑な Linked Data を扱う方法は確立できていない。

我々はこの問題を解決するために Linked Data を効率

的に検索するための研究を進めている。本研究の目的は、

Linked Data に対し、A)中間データの再利用による演

算省略や B)ダイジェストデータを用いた代理演算によ

る結合演算の効率化などの手法を提案し、複雑な検索で

も高速に処理できるプラットフォームを実現することで

ある。 

3年計画の2年目である平成25年度は、大規模データ処

理フレームワークである MapReduce 上での並列結合ア

ルゴリズムについて、初年度考案した手法の大規模実験

による性能評価を行ったが、期待する性能が得られなか

った。その点を踏まえて、より汎用的な新手法を考案し

て、その基礎的な評価実験を行った。その結果、従来法

に比べて低結合選択率（結合時の入力に比べ出力が小さ

い）時に効率的になることをが期待できることを確認し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］データベース、Linked Data、メタデー

タ、クラウド 

 
［研 究 題 目］性能可搬性を提供する仮想計算機マイグ

レーション技術の研究  

［研究代表者］高野 了成（情報技術研究部門） 

［研究担当者］高野 了成（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高性能計算など様々な用途でクラウドの利用が拡大し

ているが、クラウドで広く用いられる仮想化された計算

機環境は、従来の物理クラスタと同等の性能を得ること

が難しいという課題を抱えている。本研究は、

Ethernet や InfiniBand といった異なる通信インタフェ

ースをもつクラスタ計算機を接続し、その上でクラスタ

計算機を跨ぐ仮想計算機マイグレーションを実現し、ア

プリケーションプログラムからすべてのクラスタ計算機

が透過的に扱えるようにし、かつ計算機環境の変化に適

応して最大の通信性能を達成する性能可搬性を実現する

ことを目的とする。 

 3年計画の2年目となる平成25年度は、昨年度開発した

仮想計算機マイグレーション技術を発展させ、異なる通

信インタフェースをもつクラスタ計算機を跨ぐマイグレ

ーション機構 Ninja migration を新たに設計・開発した。

本技術により、昨年度実現した仮想クラスタ環境におけ

る高性能 I/O に加えて、アプリケーションの実行を止め

ることなく、要求性能やコストを基準に、実行環境を選

択、移行する自由度が高まった。これはクラウド環境に

おける柔軟な運用やディザスタリカバリに資する機能で

ある。本成果について、2013年5月に米国ボストン市で

開催された国際会議 IEEE IPDPS 2013併設の High-
Performance Grid and Cloud Workshop、国際論文誌

IEICE Transactions on Information and Systems にて

発表した。 

 さらに本機構の普及、展開の一環として、クラウドミ

ドルウェアとして普及が進む Apache CloudStack へ、

仮想マシンのゲスト OS から物理マシンの PCI デバイ

スに直接アクセスする PCI パススルー機能およびハー

ド ウ ェ ア 仮 想 化 規 格 SR-IOV （ Single-Root I/O 

Virtualization）を対応させ I/O 性能の改善を図った。

今後は、産総研内のプライベートクラウドへの適用の準

備を進めている。本成果について、2014年2月にタイ国
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プーケット市で開催された国際会議 ICOIN 2014、およ

び同年3月にタイ国バンコク市で開催された ICT-ISPC 
2014で発表した。なお後者の論文は最優秀論文賞を受賞

した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］HPC クラウド、仮想計算機、VM マイ

グレーション 

 
［研 究 題 目］ストリーム処理とデータ分析処理を統合

した戦略的データ活用基盤の開発 

［研究代表者］油井 誠（情報技術研究部門） 

［研究担当者］油井 誠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

大規模な機械学習を実現するための代表的なアプロー

チとして、関係データベース内で高度なデータ解析処理

を行う In-Database Analytics と、MapReduce を用い

た機械学習の並列処理の2つがある。テラバイト～ペタ

バイト級の大規模なデータ解析を行うにあたっては、シ

ステム間のデータ移動に非常に時間を要することが課題

であり、In-Database Analytics はビジネスデータが存

在するデータベース内でデータ解析を行うという点でデ

ータ移動のコストを省けるため有効である。一方で、関

係データベースは、時間を要する解析処理をバッチ処理

する上で重要な耐障害性や性能劣化ノードの扱いに課題

を残している。 

そこで本研究では、バッチ学習を MapReduce/ 
Hadoop を用いて行い、インクリメンタルな学習を関係

データベース上で行う、ハイブリッドな機械学習手法を

開発した。 

3年計画の2年度目にあたる平成25年度は、前年度に作

成したハイブリッドな機械学習手法を論文としてまとめ、

ビッグデータ分野の主要な会の一つである IEEE 2nd 
International Congress on Big Data で発表を行った。 

また、開発成果をオープンソースソフトウェアの

Hivemall として公開した。公開したソフトウェアに関

する発表は、機械学習分野の最難関会議である NIPS
のワークショップ（NIPS 2013 Workshop on Machine 
Learning Open Source Software）や採択率2割をきる

産業界からの注目度の高いエンジニアリングカンファレ

ンスの Hadoop Summit 2014に採択された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］機械学習、データベース管理システム、

MapReduce、Hadoop、Hive 
 
［研 究 題 目］画像認識技術を用いた大腸内視鏡画像の

客観的評価手法の研究 

［研究代表者］野里 博和（情報技術研究部門） 

［研究担当者］野里 博和（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、難病指定されている潰瘍性大腸炎の大腸内

視鏡検査において、大腸粘膜の炎症の重症度を画像認識

技術により客観的に評価する手法の確立を目的としてい

る。潰瘍性大腸炎は、特定疾患として30年間以上厚生労

働省研究班による調査研究が行われているが、その病変

の様態の複雑性から、詳細な診断基準はいまだ確定して

おらず、医師の知識や経験の差によりその診断精度にば

らつきが生じている。そこで本研究では、大腸内視鏡画

像から大腸粘膜の特徴を抽出し、その特徴から統計的な

手法により評価値を算出する評価手法を提案し、医師の

診断を支援する客観的な評価指標の提供を目指す。 

 3年計画の2年目となる平成25年度は、潰瘍性大腸炎の

炎症度合を分類するために、昨年度に開発した大腸内壁

表面の違いを色空間変換により強調する手法をさらに発

展させ、色空間変換を含む画像処理条件と特徴抽出条件

を同時に最適化する手法の研究を行った。具体的には、

大腸粘膜の血管網パターンと表面の凹凸の違いを強調す

る画像処理条件と、幾何学的な特徴量である高次局所自

己相関（HLAC）特徴の抽出条件を、遺伝的アルゴリズ

ムをベースとして最適化する手法を提案した。本手法で

は、医師が複数の観点から内視鏡画像を診断するのと同

様に、画像処理と特徴抽出の条件を適切かつ複数組み合

わせることにより、1つの画像処理条件では強調不可能

な大腸粘膜の異なる表面性状を同時に特徴量として抽出

することができ、複雑な表面状態の重症度を分類するこ

とが可能となった。 

 協力機関である東邦大学医療センター佐倉病院から提

供された、実際の大腸内視鏡画像データを用いた検証実

験の結果から、提案した手法による潰瘍性大腸炎の炎症

度を分類可能な画像処理条件と特徴抽出条件の最適化を

確認し、その有効性を検証することができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］画像認識、大腸内視鏡、診断支援技術 

 
［研 究 題 目］合成開口レーダ画像および海洋観測に基

づく海上風シミュレーションの精度向上  

［研究代表者］竹山 優子（情報技術研究部門） 

［研究担当者］竹山 優子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、沿岸海域における洋上風力エネルギー資源調査

の有力な手段として、数値気象モデルによる海上風シミ

ュレーションや、衛星に搭載した合成開口レーダ

（Synthetic Aperture Radar, SAR）観測データを使っ

た海上風推定手法が注目されている。風力エネルギー密

度は風速の3乗に比例するため、その資源調査には高精

度な風速の推定が必要とされる。しかし、研究が進むに

つれて日本沿岸域での数値気象モデルおよび SAR 海上

風推定にはいくつかの問題があることが分かってきた。

そこで本研究では、沿岸海上風シミュレーション精度の

向上を目的として、SAR 海上風推定精度の向上と、そ

の成果と気象モデルの組み合わせによる高精度海上風推
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定手法の開発を行う。 

3年計画の2年目である平成25年度では、24年度の成果

である最新のモデル関数 CMOD5.N と大気安定度補正

を用いた手法を欧州の地球観測衛星 ENVISAT の高性

能合成開口レーダ（ASAR）画像に適用し、これに数値

気象モデル WRF から得られた風向情報を入力値として、

和歌山県白浜沖の海域における風況マップの作成を実施

した。具体的には、年平均風速およびエネルギー密度の

精度を保証する為に必要な100シーンを超える ASAR 画

像のそれぞれのシーンについて2次元の風速分布図を作

成し、その後、各ピクセルに対してワイブル分布を用い

た統計処理を行い、500m 空間解像度の10m 高度2次元

風速分布図を作成した。この結果に対して、和歌山県白

浜気象観測鉄塔と南西沖ブイの2か所で計測されている

実測風速を用いて精度検証を行った。次に、風速分布図

から10m 高度エネルギー密度分布図を作成し、沿岸域

の風況を把握する基礎的な図の作成に成功した。さらに、

洋上風力発電の適地選定に利用できる情報として、10m
高度の風速およびエネルギー密度分布図から、WRF に

よって算出した風速の10m/80m 比を用いて、風車の平

均的なハブ高度である80m 高度の風速分布図とエネル

ギー密度分布図を作成した。平成26年度はより高精度な

風速推定を実現すべく、沿岸の海岸地形が SAR 風速の

推定精度に与える影響について引き続き研究を進める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］洋上風力発電、合成開口レーダ（SAR）、

数値気象モデル、海上風推定 

 
［研 究 題 目］ポストペタスケール計算機環境に向けた

高可用分散協調スケジューリングの研究 

［研究代表者］竹房 あつ子（情報技術研究部門） 

［研究担当者］竹房 あつ子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、2020年までに完成すると言われているポス

トペタスケール計算機環境でアプリケーションの実効性

能を維持しつつプログラムの継続実行を支援する高可用

分散協調スケジューラを実証することを目的としている。

ポストペタスケール計算機環境では、各タスクが並列処

理を行う階層型タスク並列が計算効率を高めるための有

望なプログラミングモデルの1つと考えられているが、

アプリケーションプログラムに障害が発生しても継続実

行できる耐障害性が求められ、プログラム作成の障壁と

なりうる。よって、階層型タスク並列アプリケーション

プログラムの耐障害性を支援する高可用分散協調スケジ

ューラのプロトタイプシステムを開発し、ポストペタス

ケール計算機環境における性能特性を調査する。 

開発する高可用分散協調スケジューラは、計算に必要

となるデータを障害から保全するデータストア機構と、

計算ノードの健全性を監視しつつ適切に計算を実行する

資源管理機構からなる。これらを、ポストペタスケール

計算機環境においてスケーラブルでかつ、それら自体が

耐障害性を持つように設計・実装する必要がある。2年

計画の1年目となる平成25年度は、高可用分散協調スケ

ジューラのプロトタイプを設計し、分散協調処理ライブ

ラリ Apache ZooKeeper と分散キーバリューストア

（KVS）Apache Cassandra を用いて Java 言語で開発

した。資源管理機構にはタスクの管理、計算ノードの死

活監視、障害発生時のタスク再実行／削除機能を実装し、

データストア機構には結果整合性を保証する KVS を用

いた。本スケジューラを用いた予備実験では、処理中に

計算ノードが落ちてしまった場合も自動的にタスクが再

実行され、アプリケーションプログラムが継続実行でき

ることが確認できた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ポスタペタ、スケジューリング、並列分

散計算、耐障害性 

 
［研 究 題 目］非平衡プラズマによる高圧可燃予混合気

の着火機構に関する研究 

［研究代表者］高橋 栄一 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］高橋 栄一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 内燃機関の高効率化、低エミッション化のために希薄

燃焼、あるいは排気ガス再循環（EGR）といった方法

が有効と考えられているが、それらにおいて確実な着火

技術の開発が課題となっている。そこで、本研究では従

来のスパークプラグ等の熱平衡プラズマに対して、非平

衡プラズマを用いた可燃性予混合気の着火技術の研究開

発を行っている。本年度は予混合気に非平衡プラズマを

照射することによって、圧縮着火が著しく促進されるこ

とを明らかにした。さらにプラズマの照射をパルス状に

することによって、照射予混合気の体積を限定すること

で、着火時の圧力上昇率を制御する方法も開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ストリーマ放電、誘電体バリア放電、希

薄燃焼、EGR 

 

［研 究 題 目］格子・電荷・光結合系の設計と制御によ

るフォトニクス機能の進化 

［研究代表者］徐 超男（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］徐 超男、上野 直広、寺崎 正、 

藤尾 侑輝、寺澤 佑仁、藤原 理賀、

川崎 悦子、久保 正義、古澤 フクミ、

津山 美紀、有本 里美、上村 直 

（常勤職員4名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

応力発光（力学刺激による発光）は構造物の健全性診

断など安全安心な社会を支える基幹技術への利用が強く

期待されている。本研究は、発現機構や増強法を多角的
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な視点から究明し、得られた知見をもとに画期的な応力

発光材料を新たに創出することを目的とする。具体的に

は、応力発光に及ぼす結晶構造、電荷移動、欠陥の影響

とその機構を究明し、これらをもとに増感効果の発現機

構を明らかにし、それをもとに応力発光強度を10倍以上

の新材料の設計開発を目指す。 

ここまでは、第一原理計算、分子動力学計算からの理

論解析も着手し、応力発光体のバンド構造、状態密度及

び化学結合状態について検討した。新材料の設計開発に

ついては、様々な力学刺激に応答可能な応力発光体 

SAO、SSO、および CaZnOS 系新規材料を設計し、赤

色応力発光体 CaZnOS:Mn をはじめ、超残光機能、ク

ロミズム機能、強い近赤外領域の応力発光機能を示す積

層化構造を有する発光体の開発に成功し、発光機構の解

明を進展した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］応力発光、近赤外発光、非破壊検査技術 

 

［研 究 題 目］マイクロ流路を利用した分子の2次元配

列技術 

［研究代表者］宮崎 真佐也 

（生産計測技術研究センター）  

［研究担当者］宮崎 真佐也（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］  

 本研究では、我々が独自に開発してきたマイクロ化学

デバイスを用いる多段階の酵素反応技術を発展させ、よ

り効率的な生理活性分子合成技術として酵素反応を用い

るための技術開発を最終目標としている。本提案では、

生体に近い効率での多段階酵素反応を行うために、生体

内とほぼ同等の空間配置構築のために、ナノメートルオ

ーダーで2次元に酵素分子を規則配置する新規の分子固

定化技術を開発する。これを用いてマイクロ流路内に酵

素分子を規則固定化したマイクロリアクタを作製して多

段階の酵素反応に供与し、効率的な生理活性分子合成デ

バイスの開発を目指す。本提案では①マイクロ流路内で

の長鎖 DNA の配置による櫛形構造体の構築技術の確立、

②櫛形構造体への分子の配置・固定化技術の開発、なら

びに③櫛形構造体上に配置した酵素による多段階反応挙

動の解析を目的として研究を行う。最終年度は、これま

での成果を踏まえ、櫛形構造体形成技術のさらなる最適

化と作製した櫛形構造体上への分子の固定化条件を確立

した。これまでに開発した DNA の櫛形構造形成技術を

応用し、櫛形構造体上に分子の固定化を行う方法を確立

した。電極構造を最適化し、多段の櫛形構造形成を可能

とした。次に、これらの櫛形に固定化した遺伝子上の特

定部位を標識する足場とするために、DNA と特異的に

結合する分子として、特異的な遺伝子配列に相補的なペ

プチド核酸を用い、それに各々タグとなるペプチド配列

を導入した。これを遺伝子に結合させた後、タグに特異

的な抗体とそれに対応する二次抗体を蛍光波長の異なる

量子ドットで標識したものを用いて3種類の量子ドット

を櫛形構造に固定化することに成功した。また、固定化

に用いる二次抗体に酵素を標識したものも作製し、その

結合も解析した。上記の量子ドットと同じようにタグ付

きペプチド核酸を固定化し、それを足場として酵素を固

定化することに成功した。固定化した酵素を用いて、多

段階の酵素反応を試みた。その結果、特定の流速範囲内

では多段階反応が可能である事を確認した。しかしなが

ら、高流量域では反応が進まず、分子の衝突頻度が重要

である事が確認された。この点は、流路の幅・深さを小

さくすることにより改善された。  

以上の結果から、DNA の櫛形構造形成に基づいた分子

の2次元配列技術の確立と、それを用いた反応技術の開

発に成功した。   

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］マイクロリアクタ、固定化、分子配列 

 

［研 究 題 目］独立成分分析を利用した超音波画像テ

クスチャ情報からの肥育牛の脂肪交雑推

定 

［研究代表者］福田 修（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］福田 修（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、肥育牛から計測した超音波エコー画

像に基づいて、非侵襲かつ高精度に肉質（脂肪交雑（い

わゆる霜降り度）を12段階でランク付けした値）を推定

する技術を確立することである。そのため、独立成分分

析を利用した推定アルゴリズムの研究開発を行い、その

有効性を様々な角度から検証する。 

 本年度は、専門技術者による判読結果と本手法による

結果について、比較実験を行った。103頭の供試牛から

得られた超音波画像に対して推定を試みた結果、推定値

と実測値の間に両手法ともに R＝0.7の相関が確認され、

互いの精度に大きな差異がないことが確認された。また

両者の推定誤差の傾向において、僅かながら有意な相関

があることを確認できた。さらに、ニューラルネットを

導入する効果について検証するために、重回帰モデルと

の比較を実施したところ、重回帰モデルでは、R＝0.62

の相関しか得ることができず、本手法の有効性を確認す

ることができた。なお、超音波画像と同時に蓄積した、

生体電気インピーダンス値についても、BMS との相関

を確認することができた。超音波画像と生体電気インピ

ーダンスによる推定を組み合わせることで、より高精度

な結果が得られる可能性を示すことができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超音波画像、畜産、テクスチャ 

 

［研 究 題 目］コアシェルナノ粒子の結晶配向合体によ

る量子ドット超格子構造体の作製 

［研究代表者］上原 雅人（生産計測技術研究センタ
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ー） 

［研究担当者］上原 雅人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、ナノ粒子を原料とする薄膜製造の高

度化技術の開発である。ナノ粒子を用いたウェットプロ

セスでも単結晶化や結晶方位制御が可能な技術の開発を

目標とする。ナノ粒子やナノロッド等の生成で報告され

ている結晶配向合体現象（Oriented Attachment、
OA）を利用して、コアシェルナノ粒子を合体成長させ、

新型太陽電池等に期待される量子ドット超格子構造体を

作製することを目的とする。透過電顕での電子線トモグ

ラフィーなど、種々の構造解析を基に、ナノ粒子の構造

に着目しながら OA 現象を明らかにする。 
 本年度は、原子分解能 STEM 観察を基にした結晶の

極性判定や高分解能 EELS による誘電関数およびバン

ドギャップの測定を試みた。これまでに、アミン系の表面

配位子を用いることで、OA 現象を伴った、ナノロッドや球状

ナノ粒子を合成できる技術を開発している。その中でもナノ

ロッドについて、高温で加熱すると特異形状粒子が生成する。

この粒子は上側の径は細く、下側の径は太くなるような傾向

にある。このナノ粒子について、原子分解能 STEM 観察を

行い、極性に着目して構造評価を行った。いくつかの粒子に

ついて評価した結果、評価したすべての粒子において、Zn
極は径が細く、S 極では径が太くなっていた。これは、結晶

の極性が粒子成長に関与していることを示唆しており、今後、

配位子の吸着特性に着目しながら考察を進める。また、高分

解能 EELS 測定を駆使することで、個々のナノ粒子のバン

ドギャップや誘電関数を取得することに成功した。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、計測・

計量標準 

［キーワード］ナノ粒子、極性、粒子成長、電子顕微鏡、

EELS、電子線トモグラフィー、 

 
［研 究 題 目］高空間分解能静電気分布モニタリング計

測システムの開発 

［研究代表者］菊永 和也（生産計測技術研究センタ

ー） 

［研究担当者］菊永 和也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では静電気分布を高空間分解能・高速で計測す

るために、振動誘起法を基盤とした低周波電界の多点計

測の技術的基盤を確立することが重要である。そこで平

成25年度では多点で低周波の電界を計測するセンサにつ

いて、その構造、電界の特性、計測感度の関連を調べた。

また、その知見を基に低周波電界が高感度で計測可能な

小型の指向性センサを開発し、そのセンサのアレイ化に

よる電界分布計測を試みた。 

 まず、振動誘起法による低周波電界に関して、電波暗

箱内において、小型振動発生装置、レーザー変位計、ロ

ックインアンプ、電界センサ、自動ステージを組み合わ

せた自動計測システムを開発した。それを用いてサンプ

ルの電荷振動により誘起される電界強度と表面電位の関

係を調べたところ、それらが直線比例の関係であり、電

界強度を測定することで静電気の定量的評価が可能であ

ることを明らかにした。さらに、電界センサにおいて、

モノポール型アンテナ構造のアンテナ長を0mm にした

ところ、横方向からの電界の影響を受けにくい指向性の

高い小型センサを開発することに成功し、φ10mm の

狭い領域を計測可能な技術を確立した。 

 続いて、この開発した小型電界センサをアレイ化（5

個×5個）したものを用いて、それぞれのセンサ位置の

電界強度を同時に信号処理するシステムを開発した。標

準サンプルを用いて、振動により誘起された低周波電界

において、この開発したシステムを用いることで25 

mm×25 mm の領域の電界分布を計測することに成功

した。これにより、低周波電界の多点計測の技術基盤を

確立することができ、静電気の二次元分布を計測するた

めのシステム開発の目途をつけることができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］静電気、可視化、振動、低周波電界、ア

レイセンサ 

 

［研 究 題 目］有機応力発光センサの創出 

［研究代表者］寺崎 正（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］寺崎 正（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の狙いは、世界初の有機応力発光センサを創出

することである。応力発光体とは、当研究室が開発した

【弾性変形程度の力学刺激に応じて繰り返し発光するセ

ラミック無機粒子】であり、日本発・世界初の実用的な

機能性材料である。これまで蓄積した学術知識より応力

発光現象の本質を抽出し、有機分子に転写することで、

誰も成し得ていない有機 ML センサ創出に挑戦する。 

実現の方法として、高輝度無機応力発光体の発光原理

を抽出し、有機材料に転写する。即ち、“準安定状態に

トラップされたキャリアの力学刺激による解放と再結合

による発光”、“圧電性を介して発生する局所電場による

電界発光”である。実現に向けて、有機分子を使った構

成する機能要素・コンポーネント・空間の設計（課題

【１】、【２】）、繰り返し性・視認性・定量性（ひずみ―

発光強度・色）の観点からの応力発光評価（課題

【３】）が基本計画である。平成25年度では、その計画

に従い下記の成果を挙げ、本来の計画を達成した。 

【１】金属有機フレームワーク（MOF）構造による

ML 空間の創出 

基本構造と考えている母体（DMBDC）の MOF 作製

を行った。更に発光中心（Eu3+）の添加を試み、発光中

心由来の発光を得た事から、成功した事を確認した。 

【２】分子圧電場での電界発光による応力発光の創出 

基本構造と考えている PVDF（ポリフッ化ビニリデ
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ン）と粘土ナノシートのスクリーニングを行った。結果、

疎水性のナノシートを用い、加熱状態で混合・成型する

事で、過酷条件（高圧力・高展伸）でなくとも圧電場の

発現に欠かせないβ体配向の発現に成功した。更に、発

光中心として高輝度 EL 性発光色素（Ir(ppy)3）の賦活

を試みた、結果、β体の分子配向（XRD 計測）、圧電性

（d33計測等）を保持している他、賦活した色素由来の

発光を確認し（各種発光計測）、圧電場と発光中心とい

う基本構造の構築に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］有機応力発光センサ、金属有機フレーム

ワーク、圧電性高分子、発光中心 

 

［研 究 題 目］超音波テクスチャを用いた筋疲労の評

価 

［研究代表者］福田 修（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］福田 修（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 筋を超音波エコーによって撮影すると、その筋の画像

には模様や濃淡がみられ、すなわち画像テクスチャが得

られる。本研究ではその画像テクスチャに筋の状態を反

映する情報が含まれていると考え、筋疲労を起こすよう

な筋収縮活動を行わせた場合、筋の超音波画像テクスチ

ャにどのような変化がみられるかを検討した。 

 被験者は成人男性10名で等尺性筋収縮条件および等張

性筋収縮条件の2つの実験に参加した。いずれの条件も、 

座位姿勢をとり前腕をアームレスト上にのせ、DIP関節

に錘を吊るした。前腕内部の筋を撮影するため、筋収縮

に影響を与えない範囲で、手首と肘部をベルト等で固定

した。等尺性収縮条件の場合は関節を動かさず、錘を下

げないように維持させた。等張性収縮条件の場合は一定

のリズムで錘を挙上させた。その負荷（錘の質量）は、

3分程度で筋が疲労困憊し、課題を遂行できなくなるよ

うに調整した。両条件とも、負荷を一切与えない安静状

態を測定し、その後に筋収縮課題（約3分）を行った。

その後、回復期間（15分）を設けた。筋収縮課題前後お

よび回復後に示指伸筋の筋横断面画像を撮影し、形状お

よび中心部の画像テクスチャの計測・解析を行った。画

像テクスチャの解析においては濃度ヒストグラム法、濃

度差分レベル法、空間濃度レベル依存法を用いた。 

 その結果、筋厚は両条件とも有意な増加を示した。画

像テクスチャの特徴量においては、運動開始後でなく、

10分以降に有意差な変化が認められた。また、筋収縮様

式によって異なる変化を示した特徴量も認められた。こ

れらの結果より、画像テクスチャ特徴量が筋疲労の指標

になり得る可能性が示唆された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超音波画像、筋疲労、テクスチャ 

 

［研 究 題 目］共生細菌による宿主昆虫の体色変化：

隠蔽色に関わる共生の分子基盤の解明 

［研究代表者］深津 武馬（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］深津 武馬、棚橋 薫彦、牧野 純子、

菊地 わか奈（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 アブラムシ体色を変化させる共生細菌のゲノム解析、

アブラムシ体色を構成する色素の解析、共生細菌の感染

にともなう宿主アブラムシの遺伝子発現解析、関連候補

遺伝子の機能解析、共生細菌感染及び体色変化がアブラ

ムシの生理や生態に与える影響の解析などを通じて、共

生細菌による体色変化という生物現象を徹底的に解明

し、理解することをめざす。今年度は以下のような成果

を挙げた： 

・体色を変化させる共生細菌の解析：アブラムシ体色を

変化させる共生細菌 Rickettsiella の全ゲノム塩基配

列1576143 bp を決定した（Nikoh et al. in prep.）。
また、その詳細な微生物学的解析をおこない、

“Candidatus Rikettsiella viridis”の暫定学名を提

唱した（Tsuchida et al. 2014）。 

・体色変化に関わる宿主遺伝子の解析：RNA-seq 法に

より Rickettsiella 感染で変動する多数の宿主アブラ

ムシ遺伝子を検出し、うち2つのポリケチド／脂肪酸

合成酵素遺伝子を色素関連候補と同定した。 

・その他の共生細菌のゲノムおよび機能の解析：大豆等

の害虫のホソヘリカメムシの適応度上昇や殺虫剤耐性

に関与する腸内共生細菌 Burkholderia sp. strain 
RPE64の6.96 Mb のゲノム配列を決定した（Shibata 
et al. 2013）。農業害虫コナカイガラムシ類の共生細

菌のゲノム解析および宿主の発現遺伝子解析をおこな

い、キュウコンコナカイガラムシの細胞内共生細菌

Tremblaya phenacola の170,756 bp の極小ゲノム配

列を決定し、多様な共生細菌由来の水平転移遺伝子が

コナカイガラムシ類の共生代謝系の構築に関わること

を解明した（Husnik et al. 2013）。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫共生細菌、ゲノム解析、新規生物機

能 

 
［研 究 題 目］共生成立の分子基盤を解く：昆虫－細

菌共生系における大規模 RNAi スクリー

ニング 

［研究代表者］菊池 義智（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］菊池 義智、二橋 亮（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 多くの生物がその体内に共生微生物を持つことが知ら

れているが、それら内部共生の分子基盤については未だ

不明な点が多い。本研究ではホソヘリカメムシ -

Burkholderia モデル共生系を対象に、共生器官の大規

模トランスクリプトーム解析および RNAi スクリーニ

ングを行い、共生成立に関わる宿主昆虫側の遺伝子基盤
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を網羅的に同定することを目的としている。研究2年目

にあたる本年度は、（1）共生細菌の GFP 発現変異株を

用いた感染過程の詳細なステージング、（2）共生細菌の

感染にともなって発現変化する遺伝子の RNAseq によ

る網羅的解明、（3）in situ hybridization によるシステ

インリッチタンパク質の発現部位の特定、（4）システイ

ンリッチタンパク質の RNAi を行った。（1）について

は Burkholderia 共生細菌の GFP 発現変異株を作成し、

2齢若虫に経口摂取してその感染過程を詳細に観察した。

その結果、共生細菌が共生器官（の原基）に感染した直

後から共生器官の形態変化が起き、2齢期間中（約3日

間）のうちに共生器官の成熟が完了することが明らかと

なった。（2）においては RNAseq で得られた約46,000

遺伝子について解析を行い、共生器官の形態変化過程で

発現亢進する遺伝子を探索した。その結果、多数のシス

テインリッチタンパク質やホメオボックスタイプの転写

調節因子を同定することに成功した。（3）においては、

特に発現量が高かったシステインリッチタンパク質を対

象に in situ hybridization を行い、その発現が共生器官

のみに限られることを明らかにした。（4）においては発

現量の高いシステインリッチタンパク質について RNAi
を行ったが、共生細菌の定着や維持に関して有意な影響

を見出すことはできなかった。その理由としては、シス

テインリッチタンパク質が100種類以上検出されている

ことから、1種類をノックダウンしただけでは効果が相

殺されてしまう可能性が考えられる。複数の遺伝子につ

いて同時に RNAi を行うなど、今後さらなる検討が必

要といえる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］応用動物、昆虫、微生物、共生微生物、

RNAi 
 
［研 究 題 目］翻訳システム改変による人工細胞創成 
［研究代表者］宮崎 健太郎（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］宮崎 健太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 大腸菌リボソームを様々に改変することで、翻訳特性

の改変された大腸菌宿主ライブラリーを創成する。本方

法を様々な用途に応じた宿主の創成に活用する。 

研究計画： 

 大腸菌リボソームの中核因子の一つを変異させること

で様々な翻訳特性を有する大腸菌を創成する。とくにリ

ボソーマル RNA（rRNA）に着目し、多様な rRNA を

環境 DNA からクローニングし、大腸菌に組み込む方法

をとる。 

研究進捗状況： 

 ユニバーサルプライマーを用いて環境 DNA より16S 
rRNA を PCR 増幅し、大腸菌の rrn オペロン完全欠失

株に組み込んだ。ハイブリッドリボソームを含む変異大

腸菌は、生育速度や溶媒耐性などにおいて多様な性質を

示した。とくに野生株よりも溶媒耐性に優れた株や温度

耐性に優れた株について、細胞表層構造の変化や代謝変

化について生化学的な手法により野生株と変更株の差異

を見出した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リボソーム、大腸菌、宿主 

 
［研 究 題 目］生合成マシナリー構築に向けたロドコッカ

ス属細菌の宿主最適化と遺伝子ツールの

拡充 
［研究代表者］北川 航（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］北川 航、安武 義晃 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
1. 宿主の選択と育種：これまでに遺伝子（プラスミ

ド）保持安定性の高い D32株を選抜した。しかし本

株は他の宿主候補であった R09株と比較し、培養時に

細胞凝集性が高く、生育速度がやや遅いと言う欠点も

あった。この性質が改善された変異株を得るため、プ

ロトプラストリジェネレーションを繰り返し、コロニ

ーがスムース型に変異したクローンの取得に成功した。

本変異株は液体培養時に細胞凝集性が無く、生育速度

も親株と比較し非常に高くなっていた事から、D32A
と命名し新たな宿主としてさらなる改変へ用いる事と

した。 

2. 発現ベクターの開発：ロドコッカス用の発現ベクタ

ーはこれまでに2種のレプリコン、2種の選択薬剤と耐

性遺伝子、4種の発現プロモーターの組み合わせによ

る各バリエーションを開発していた。これらに加え、

新規のプロモーターとして2種の構成的発現プロモー

ターとベンゾエート誘導型プロモーターを開発した。

構成型プロモーターは既存の強い発現強度の物と比較

し、約1/2、1/4と弱めた物を準備した。ベンゾエート

誘導型は既存のチオストレプトン誘導型とは異なり、

誘導剤が細胞に与える負担が低く、耐性遺伝子を持た

せる必要が無い利点がある。また誘導剤にかかるコス

トも数十分の1に抑える事が出来る。 

3. 生合成遺伝子クラスターの発現：aurachin RE は

R. erythropolis JCM 6824が生産するキノロン環抗生

物質で、その生合成遺伝子・経路について我々のグル

ープで解析を進めている。本テーマではこの

aurachin RE の生合成遺伝子をモデルとし、ロドコ

ッカス属による抗生物質の異宿主生産を試みた。いく

つかのロドコッカス宿主に導入し、aurachin RE の

生合成を試みたところ、上述の D32で最も良い生産

性を得る事が出来た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ロドコッカス、微生物生産、生合成マシ

ナリー 
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［研 究 題 目］昆虫―大腸菌人工共生系による共生進

化および分子機構の解明 

［研究代表者］深津 武馬（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］深津 武馬、古賀 隆一、細川 貴弘、

谷藤 直子、上野 翔子 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 生物界において微生物との共生関係は普遍的であり、

しばしば重要な生物機能を担っている。高度な共生関係

が具体的にどのように始まり、成立したのかは進化生物

学における重要な問題である。最近私たちは、チャバネ

アオカメムシという昆虫において、生存に必須な腸内共

生細菌が自然集団で顕著な多型を示すことを発見した。

さらに、もとの共生細菌と大腸菌の置換により、正常な

感染局在を示し、垂直伝達され、継代維持が可能であ

り、さまざまな操作実験や分子遺伝学の適用が可能な人

工共生系の創出に成功した。本研究課題では、この画期

的なモデル共生系について、実験進化学的アプローチ、

ゲノム科学的アプローチおよび分子遺伝学的アプローチ

を駆使し、共生進化の過程および機構の本質に関する理

解を従来なし得なかったレベルにまで深めることをめざ

している。本研究ではカメムシと本来の共生細菌でない

大腸菌とを強制的に長期間共生させたり、本来の共生細

菌のゲノムの一部を組み込んだ組換え大腸菌を感染させ

るなど、外環境からの望まない細菌の混入を防ぎカメム

シの体内の細菌の種類を厳密に制御すること、さらに多

様な条件かつ大量のカメムシを健全かつ効率よく飼育管

理する必要がある。そのため本年度は、使用するカメム

シの系統の選定、飼育環境や条件の検討と標準作業手順

の策定、使用する大腸菌株の作成、カメムシの性質を測

定・評価する方法の検討、雑菌混入の効率の良い検出方

法の開発、進化実験に適した大腸菌の単離法と再感染法

の検討といった研究基盤の確立を行った。また、本来の

共生細菌のゲノムを決定するとともに、この細菌のゲノ

ム断片を組み込んだ大腸菌を数百株作成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫共生細菌、ゲノム解析、新規生物機

能 

 

［研 究 題 目］高グリコシル化タンパク質ムチンに関

する革新的分析法 SMME の高度化研究 

［研究代表者］亀山 昭彦（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］亀山 昭彦、松野 裕樹、高木 裕美子、

飯竹 信子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 膵液・胆汁中のムチンを調べることにより、膵胆管腫

瘍の早期診断、悪性度判断の糸口が見出されると期待さ

れているが、ムチンは分析が困難なためバイオマーカー

としてのムチン研究は手つかずの状態にある。分子マト

リクス電気泳動法（SMME）は、ポリビニリデンジフ

ルオリド膜を用いる新しい膜電気泳動法であり、ムチン

を分析するために研究代表者が最近開発したものであ

る。本研究では新手法である SMME をバイオマーカー

探索に活用できるように、分離能と感度に重点をおいた

高度化研究を進めている。平成25年度は、分離能の高度

化を目的として等電点 SMME およびレクチン親和

SMME の検討を実施した。 

 セルロースアセテート膜による等電点電気泳動の例を

参考に、両性担体濃度を30%とし、試料添加前に予備通

電を行った。予備通電を500V、2時間とすることにより

膜全体に直線的な pH 勾配が形成されることを明らかに

した。また、等電点電気泳動でムチンを分離した膜を、

通常の SMME 膜に重ねて泳動したところ、ムチン試料

は一元目の膜から2次元目の膜に移動することが確認さ

れた。一方、糖鎖の違いに着目した分離能の改良として

レクチン親和 SMME 法を検討した。SMME の基材で

ある PVDF 膜は通常、ウェスタンブロットに利用され

る膜であり、タンパク質を疎水結合で吸着する性質があ

る。GalNAc 認識レクチンである WFA をあらかじめ

PVDF 膜に吸着させ、その後、親水性ポリマーをコー

ティングしてレクチン親和 SMME 膜を作成し、唾液ム

チンを泳動した。その結果、レクチンを吸着させた膜で

は移動度が著しく低下したスポットが現れた。分析の結

果、当該スポットはシアル酸含有量が低く、そのため

WFA に強く結合したと推定された。以上のことから、

レクチン親和 SMME によってムチンの分離を向上させ

ることができる可能性が明らかとなり、また、今後、さ

まざまなレクチンを用いて同様の親和電気泳動を行うこ

とにより、糖鎖に着目したムチン分離の可能性が広がる

と期待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］電気泳動、糖鎖、質量分析 

 

［研 究 題 目］超強力細胞保護ペプチド CPP の機能と

応用技術に関する研究  

［研究代表者］津田 栄（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］津田 栄、西宮 佳志、坂下 真実、 

近藤 英昌、（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 北海道沿岸などの寒冷海域に生息する魚類が発現する

不凍タンパク質の中には非常に強い細胞保護機能を有す

る種類があり、それらは細胞保護ペプチド（Cell-
Preservation Peptide, CPP）と呼ばれている。CPP は

3つのタイプ（CPP1～3）に分類される。CPP1を従来

の細胞保存液に加えると、低温保存下にある細胞の寿命

が長くなることが明らかになっている。本研究では

CPP1の性能評価および細胞との相互作用解析によって

その細胞保護機能の作用機序の解明を行う。これらの結

果を基に、従来には無い特殊な保護剤と既存の保護剤、

保存液を組み合わせた新たな細胞保存液及び保存技術の
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開発を目指す。この技術は血小板や細胞シートなど凍結

法を適用しにくい生体物質を保存する技術の基盤となる。 

 CPP1の天然物をカレイ類の魚体から抽出する方法を

開発した。さらに、CPP1の遺伝子組換え体を大腸菌発

現系により作製する方法を開発した。市販の細胞保存液

に対して CPP1天然物を10mg/ml になるように溶かした

液を作製し、同液にマウス膵島細胞を浸漬して4℃下で

生存率の経時変化を調べたところ120時間（5日間）保存

後で約60%という高い数値が得られた。120時間保存後

の同細胞のインスリン分泌量も保存前の60%であり、殆

どの生細胞がインスリン分泌能力を保持することが判明

した。また、CPP1の蛍光ラベル体を作製することで

CPP1がマウス膵島細胞の膜表面付近に存在することを

示す共焦点レーザー顕微鏡の画像を取得した。さらに

CPP1の遺伝子組換え体の多次元核磁気共鳴スペクトル

の観測を行い CPP の細胞膜相互作用部位に関する情報

を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質、大量生産、細胞、膜保護、構造

解析、NMR、X 線  

 

［研 究 題 目］メタゲノム遺伝子の網羅的発現を目指し

た大腸菌宿主の開発 

［研究代表者］宮崎 健太郎（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］宮崎 健太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 メタゲノムは環境中に存在するゲノムの総称であり、

様々な生物種由来のゲノムを含んでいる。メタゲノムか

ら有用遺伝子を機能スクリーニングする際には、大腸菌

等を宿主としたメタゲノムライブラリーを作成し、組換

え大腸菌ライブラリーをスクリーニングすることになる

が、起源生物の異なる多様な遺伝子を単一の宿主で均等

に発現することは現行技術では著しく困難である。そこ

で本研究では、メタゲノム由来の様々な遺伝子を均等発

現可能な大腸菌宿主を創成することを目的に研究を行っ

た。 

 蛋白質をコードする遺伝子は、アミノ酸コドンが縮退

しているために、どのコドンを選択するかで様々な配列

がありうる。コドン使用頻度は生物種ごとに大きく異な

り、この違いが異宿主発現に大きく影響を及ぼす。そこ

で平成25年度は、とくに大腸菌内で低発現となるレポー

ター遺伝子を用いて発現向上を促す変異株の取得を目指

した。 

 大腸菌の遺伝子発現特性を改変する手段としては、リ

ボソームの成分を改変する手法をとった。改変型リボソ

ームを含む大腸菌変異株に塩基配列の異なる緑色蛍光タ

ンパク質発現ベクターを導入し、レポーター遺伝子の発

現解析を行った結果、野生株に比べて発現亢進する株が

存在することが明らかとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リボソーム、大腸菌、宿主、蛋白質発現、

コドン使用頻度 

 
［研 究 題 目］細胞情報伝達に関わる蛋白質活性を可視

化する発光プローブ分子の開発 

［研究代表者］森田 直樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］森田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では「ルシフェラーゼ再構成系」技術を用い、

細胞機能の制御に関わるキナーゼである Akt タンパク

質の活性化をイメージングする分子プローブ及び小胞体

ストレスをイメージングする分子プローブ（CHOP/ 
PERK 機能プローブ）の構築を目標としている。 

 Akt 活性化をイメージングするプローブについては、

刺激が入る（Akt が活性化される）と発光するプローブ

分子の構築を目指している。また、小胞体ストレスを感

知した PERK タンパク質は二量体化することに着目し、

ルシフェラーゼ再構成系技術を用いて、この二量体化を

イメージングする発光プローブ分子の構築を目指してい

る。 

 今年度は、小胞体ストレスをイメージングするプロー

ブとして構築した PERK 機能プローブタンパク質遺伝

子を pEBMulti ベクターに導入することを試みた。

PERK 機能プローブは、ルシフェラーゼ再構成系技術

を用いて作成したが、細胞へのプローブ遺伝子導入の際

のトランスフェクション自体が細胞にとってストレスと

なるようで、バックグラウンドの値が高くなってしまう

ことが観察されていた。そこで、pEBMulti ベクターを

用いて安定発現株の構築をすることで、バックグランド

の値が下がり、s/n 比が改善されることが期待される。

ホタルルシフェラーゼのＮ末端ポリペプチドと C 末端

ポリペプチドを融合した PERK タンパク質遺伝子を

IRES（internal ribosome entry sites）で繋ぎ、その遺

伝子の pEBMulti への導入を試みているが、未だ同コ

ンストラクトは完成していない。 

 Akt 及び小胞体ストレスモニター用の発光プローブ遺

伝子を導入した各種癌細胞株の安定発現株の樹立には至

っていない。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体イメージング、発光プローブ、ルシ

フェラーゼ再構成系、可視化、Akt、小

胞体ストレス 
 
［研 究 題 目］持続型アンチ miRNA 創薬の開発と心疾

患治療薬への展開 

［研究代表者］小松 康雄（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］小松 康雄、平野 悠（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 miRNA は細胞内の遺伝子発現の調節において重要な

役割を担っている。一方、miRNA の過剰発現によって
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疾病につながることも報告されていることから、

miRNA に結合することによってその効果を抑制する新

しいアンチ miRNA オリゴヌクレオチド（AMO）の開

発を本研究において進めている。 

 2013年度は、生体内において持続的な抑制効果を示す

安定な AMO を作製することを目的に、RNA を核酸分

解酵素に対して耐性を示す構造に変換する技術開発に取

り組んだ。核酸分解酵素には RNA の末端または内部か

ら分解するタイプが有るため、2本鎖 RNA の末端およ

び内部において2本鎖 RNA 間を有機化学的に連結する

開発を進めた。その結果、2本鎖の末端および内部のい

ずれにおいても2価のアミノオキシ基を有する架橋化試

薬によって2本鎖間を連結する技術を開発した。また、

架橋化された2本鎖 RNA は、核酸分解酵素に耐性を示

すことも確認した。 

 AMO の miRNA に対する効果を細胞内で評価するに

は、ルシフェラーゼの発光系が必要になる。そこで

H25年度はこの評価系に必要なベクター作製と、それを

用いた細胞評価系の開発も進めた。市販の AMO を用い

ることで、構築した評価系が正しく作動することを確認

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸化学、DNA、核酸医薬、miRNA、

RNA 
 
［研 究 題 目］C 型肝炎ウイルス糖ペプチドを用いた中

和抗体作製と、新規診断技術への応用 

［研究代表者］清水 弘樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］清水 弘樹、奥田 徹哉 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 C 型肝炎ウイルス（HCV）の表層糖タンパク E2のア

ミノ酸配列は HCV 株間で保存性が小さく多様性に富ん

でいるため、汎用的な E2検出抗体は確立されていない。

しかし表層抗原のため抗体検出が容易であること、更に

は HCV 中和抗体の主要なエピトープを含むことから、

目的抗体が開発できれば株間に依存しない HCV 迅速検

出系の開発や有用な HCV 中和抗体の創出が期待できる。

本研究では E2の中でもアミノ酸配列の保存性が高い糖

鎖付加領域に着目し、当領域の糖ペプチド抗原をデザイ

ンすることで目的を満たす特異性の高いモノクローナル

抗体の開発を目指し、さらに HCV 診断法の確立を指向

した基盤研究展開を計る。 

 今年度はまず、免疫に必要な糖ペプチドの合成に着手

した。抗原の作製は、1）単糖含有糖ペプチド合成、2）

糖鎖の伸長、3）抗原キャリアの導入の3段階で完成する

が、今年度は1）と3）についての基本知見を得た。現在、

2）については糖転移酵素による糖鎖構造の確立を目指

しており、糖供与体の検討と酵素の反応性について検討

中である。さらに、1）2）3）をどの順に進めると望む

糖ペプチド抗原が得られるのか、モデル実験を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］C 型肝炎、糖ペプチド、抗体、糖鎖合成  

 
［研 究 題 目］インジゴ還元槽中の微生物槽の機能解明 

［研究代表者］湯本 勳（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］湯本 勳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標、および研究計画： 
 インジゴ還元槽中の機能性微生物の分離と機能解析を

行い、微生物叢形成原理を明らかにする。 
年度進捗状況： 

 本研究の目的はインジゴ還元槽が雑菌汚染の可能性が

ある状況で運用していながら、数ヶ月以上の長期間にわ

たってインジゴ還元の状態を維持出来る要因を菌叢ベー

スで突き止めることである。そのためにはインジゴ還元

槽の安定期に、どの様なインジゴ還元菌が存在するかを

知ることが重要である。発酵液に生菌として含まれるイ

ンジゴ還元菌を網羅的に分離するために、培地の固化剤、

基質、培養条件を検討するとともに、インジゴ還元の指

示薬を培地に入れることによって、インジゴ還元菌を分

離培地のコロニーベースで判別できる選択培地を考案し

た。本培地を用いて藍発酵液からインジゴ還元菌の分離

を試みたところ、これまで知られていた Amphibacillus 
属や Alkalibacterium 属のインジゴ還元菌の分離が可

能なのに加えて、新たに多種類のインジゴ還元能を持っ

た Bacillus 属細菌の検出および分離が可能になった。

ま た 、 過 去 に 分 離 お よ び 同 定 の 報 告 の あ る

Oceanobacillus oncorhynchi はインジゴ還元能を持つ

ことは知られていなかったが、当該種と近縁な菌株にお

いてインジゴ還元能を示すことが新たに解った。今後本

選択培地を用いることによって、様々な場所、原料、発

酵ステージの藍の発酵液からの試料を供試し、発酵液中

のインジゴ還元菌を鑑別することによって発酵液の評価

に資することが可能になるものと考えられた。長期間に

わたってインジゴ還元の状態を維持出来ている発酵液の

解析に本培地を適用することにより、発酵液の長期安定

化の要因の解明に資するものと考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子解析、微生物叢、インジゴ還元 

 

［研 究 題 目］GPI アンカー型タンパク質の最終目的地

を決定するメカニズム 

［研究代表者］横尾 岳彦（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］横尾 岳彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 特定の GPI アンカー型タンパク質（GPI-AP）が細胞

膜にとどまるか細胞壁に移行するかについては、タンパ

ク質の種類を見分けて振り分けるメカニズムが細胞表層

にあると考えられてきたが、研究担当者らの研究結果に
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よると、GPI-AP の最終目的地の振り分けメカニズムが、

小胞体で働いている可能性が出てきた。この可能性を検

証するとともに、GPI-AP の最終目的地がどのようなメ

カニズムで決定されているのかを解明する。 

 GPI の脂質をジアシルグリセロール型からセラミド

型へ変換する過程には Cwh43p が関与しているが、

GPI の脂質リモデリングにおいて、セラミドへの変換

の生理的役割は不明のままである。Gas1p および 

Cwp2p の細胞壁／細胞膜の存在比を調べたところ、

cwh43破壊株においては両者の細胞壁における存在比が

増加していることを見いだした。このことは、Cwh43p
による GPI 脂質のセラミド型への変換は、GPI-AP の

細胞膜から細胞壁への移行を抑制することを示唆する。

GPI-AP の細胞壁への移行に GPI のホスホエタノール

アミンの有無が関係するかを調べるため、ホスホエタノ

ールアミンの除去に関与すると考えられる TED1遺伝

子の破壊株において、Gas1p および Cwp2p の細胞壁／

細胞膜の存在比を調べたところ、Cwp2p の細胞壁の存

在比が減少していることを見いだした。この存在比の減

少は、ted1 cwh43二重破壊株において緩和された。こ

のことは、TED1の欠損が GPI の脂質リモデリングに

影響を与えることを示唆する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］GPI アンカー、細胞膜、細胞壁、酵母、

マイクロドメイン、脂質ラフト、糖鎖生

物学 

 

［研 究 題 目］宿主昆虫－共生細菌間相互作用の分子

機構の解明とその利用基盤技術の開発 

［研究代表者］安佛 尚志（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］安佛 尚志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 共生細菌スピロプラズマ Spiroplasma は、ショウジ

ョウバエに感染して、雄だけを胚発生途中で殺す「雄殺

し」という現象を引き起こす。本研究では、3系統のス

ピロプラズマ（Drosophila nebulosa 由来の雄殺しスピ

ロプラズマ NSRO 系統、NSRO 系統の突然変異体で雄

を殺さない NSRO-A 系統、キイロショウジョウバエ由

来の雄殺しスピロプラズマ MSRO 系統）のファージに

ついて、動態解析と遺伝子発現解析をおこなった。まず、

ファージゲノム上に推定された遺伝子のうち9つについ

て、宿主成虫の加齢に伴う遺伝子コピー数の変動を調べ

た。雄殺しスピロプラズマ2系統のファージについては、

どの遺伝子についてもコピー数の変動パターンはファー

ジ内で共通していたが、ファージ間では異なっていた。

一方、非雄殺しスピロプラズマのファージについては、

遺伝子コピー数の変動パターンが2つに分かれた。次に、

同じ9つのファージ遺伝子について、羽化後7日齢のスピ

ロプラズマ感染ショウジョウバエ雌成虫体内における発

現量を調べた。この中で、P58遺伝子の発現量は、雄殺

しスピロプラズマに感染したハエにおいて、非雄殺しス

ピロプラズマに感染したハエの約10倍高かった。P58は
他種のスピロプラズマにおいて宿主昆虫との相互作用に

関わっているとされる細胞接着性因子であることから、

共生や雄殺しとの関連が推察される。上記に加え、スピ

ロプラズマ感染胚においてスピロプラズマがほとんど増

殖せず、雌雄間でも違いがないことも明らかにし、胚に

おけるスピロプラズマの増殖が雄殺しに関係ないことを

示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］昆虫内部共生、共生細菌、雄殺し、ファ

ージ、ゲノム 
 

［研 究 題 目］植物細胞壁の酵素分解におけるキシロ

グルカン分解酵素の作用機構の解明と利

用 

［研究代表者］矢追 克郎（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］矢追 克郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 キシログルカンはβ1,4グルカンを主鎖として、キシ

ロース側鎖を高頻度に持つ構造を有している。そのた

め、キシログルカンを分解する酵素は、主鎖を分解する

酵素と側鎖を分解する酵素に大別される。両者について

それぞれ大腸菌による組換え酵素を獲得と解析を行った。 

 主鎖を分解する酵素であるキシログルカナーゼについ

ては、分解様式がエキソ型、エンド型、エンドプロセッ

シブ型など多様なメカニズムが存在する。今年度は、

Paenibacullus 由来の GH74キシログルカナーゼ

（XEG74）について作用機序の異なる様々な変異導入

酵素を作成し、詳細な機能解析を行った。そして、作用

機序に重要なアミノ酸残基の特定に成功し、さらに多様

な変異酵素の作成に成功した。 

 キシログルカンの側鎖構造は、グルコース主鎖にキシ

ロースがα1,6結合し、そのキシロースに更にガラクト

ースなどが結合している構造を基本としている。現在、

キシログルカンのキシロース側鎖を効率的に切断する酵

素であるαキシロシダーゼの獲得を行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］キシログルカン、ヘミセルロース、ヘミ

セルラーゼ、植物細胞壁、バイオマス 

 

［研 究 題 目］電気化学顕微鏡を用いた心筋細胞解析技

術の開発 

［研究代表者］平野 悠（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］平野 悠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

薬剤の心臓への副作用は重篤な場合死に至る。そのた

め、創薬において心臓へ与える影響の評価は必須となっ

ており、心筋細胞を対象として拍動パターンを解析する

アッセイ系が利用されている。しかしながら、測定対象



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(865) 

となる生体から取り出した細胞は目的以外の細胞含んで

いることから定量性に課題があり、また、測定可能な細

胞動態も限定されていた。本研究では、細胞を対象に、

非接触かつ多機能な観察が可能である走査型電気化学顕

微鏡（SECM）を利用して、心筋細胞の動き、代謝活

性を一細胞レベルで解析可能なシステムの開発を目指し

ている。今年度は、心筋細胞の動きと酸素消費を同一細

胞で測定する細胞評価系を開発した。具体的には、細胞

と同程度のサイズ（10µm）の Pt ディスク電極を作製

し、細胞接着面と垂直方向に電極を走査しながら電流を

記録するアプローチカーブ測定を利用して、細胞直上1

－10µm の位置に電極先端を配置するシステムを開発し

た。この電極で観察される微小電流を高速サンプリング

することで、細胞の収縮、弛緩に伴う拍動パターンを電

流応答として測定した。また、電極を走査しながら細胞

近傍の酸素濃度を測定することで、拍動する心筋細胞の

酸素消費を評価した。これらの一連の測定を連続して行

うことで、同一細胞を対象として拍動に伴う細胞の動き

と酸素消費の評価が可能となった。開発したシステムを

用いて、実際に使われている薬剤を添加した時の細胞動

態を測定し、強心剤の薬理作用評価への応用が可能であ

ることを示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］電気化学、走査型電気化学顕微鏡、心筋

細胞、一細胞分析 

 

［研 究 題 目］次世代シーケンシング技術を利用した

アブラムシ社会の分子基盤および進化に

関する研究 

［研究代表者］沓掛 磨也子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］沓掛 磨也子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、階級分化、社会行動、齢差分業とい

った興味深い現象を示すさまざまな社会性アブラムシを

対象に、次世代シーケンサーを用いた RNAseq 解析を

おこない、アブラムシ類における社会機構の至近メカニ

ズムを網羅的かつ包括的に探るとともに、進化起源や表

現型が異なる兵隊間でのトランスクリプトームの比較か

ら、兵隊がいくつもの系統で独立に複数回進化してきた

アブラムシ類における社会性の進化を遺伝子レベルで解

明することを目的とする。 

 今年度は、ハクウンボクハナフシアブラムシ、ササコ

ナフキツノアブラムシ、ウラジロエゴノキアブラムシ、

ジャムリッツエゴアブラムシ、ヨシノミヤアブラムシの

ゴール世代と、ササコナフキツノアブラムシの二次寄主

世代を野外から採集し、さまざまな齢期および階級別に

cNDA ライブラリーを作成し、Illumina Hiseq2000によ

るシーケンスをおこなった。得られた配列を用いて、

de novo アセンブリ、相同性検索、マッピング、遺伝子

発現解析、クラスター解析などをおこなった。また、一

部の種を除き、反復実験をおこない、サンプル間で遺伝

子発現量に有意な差があるかどうかを検定した。ここで

は、兵隊と普通幼虫の間で遺伝子発現を比較し、兵隊に

おいて発現が有意に亢進している遺伝子を抽出した。そ

の結果、どの種の兵隊にも共通して発現が上昇している

遺伝子や、特定の兵隊においてのみ発現が上昇している

遺伝子など、多数の興味深い遺伝子が得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］社会性昆虫、兵隊アブラムシ、RNAseq 
 
［研 究 題 目］高効率・高感度な薬物代謝マルチアッセイ

システムの開発 

［研究代表者］三重 安弘（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］三重 安弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 シトクロム P450（CYP）等の薬物代謝酵素を含有す

るミクロソームを用いて、薬物の代謝率を計測すること

は、医薬品開発や薬物投与設計において極めて重要であ

る。しかしながら、現在のアッセイ法は低感度かつ高コ

ストで時間を要するといった問題を有している。本研究

では、高感度かつ低コストで迅速な計測が可能な電気化

学法を利用する新しいアッセイ法の開発を目指す。申請

者は、最近 CYP 発現ミクロソームの薬物代謝反応が電

極上で安定に進行する現象を見出した。本研究では、こ

の現象の詳細な解明と同手法を活用した薬物代謝マルチ

アッセイシステムを開発する。これにより薬物研究の推

進に大きく寄与できると考えられる。 

研究計画： 

 これまでに見出している電極上での薬物代謝反応の安

定化現象の詳細な解明を行い、得られる知見を基により

好ましい系の探索を行い、電気化学薬物代謝アッセイに

最適な電極系を見出す。更にその電極系を流路システム

に展開することで、高効率・高感度な薬物代謝アッセイ

法を開発する。 

年度進捗状況： 

 本年度（初年度）は、様々な分子を電極界面のコーテ

ィング（修飾）剤として用い、それぞれを修飾した電極

の界面特性や酵素固定化特性等と電気化学特性とを比較

しながら、CYP 活性の安定化現象の解明を試みた。

種々の修飾電極界面を検討したところ、いずれの界面に

も十分量なミクロソーム試料が固定されることがわかっ

た。また、電気化学薬物代謝反応が確認された複数のミ

クロソーム固定化電極の電気化学応答から、親水性の比

較的高い界面おいて、より安定に電気化学酵素反応が進

行することが示唆された。種々の調査の結果、親水性の

低い電極界面上では、電圧印加により活性酸素が安定に

生じることが示された。以上の結果から、活性酸素の制

御が本電気化学酵素反応の安定化に重要であることが明

らかとなった。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ミクロソーム、薬物代謝、高感度アッセ

イ、電気化学酵素反応 

 
［研 究 題 目］斬新な機能を有すると予測される、ガ

ラクトシクロデキストリンの合成と利用

研究 

［研究代表者］清水 弘樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］清水 弘樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 beta1-4Gal の環状糖鎖化合物（Gal-CD）は理論的に

は存在可能で、分子モデリングに依れば分子表面の疎水

性が強くなり、通常のシクロデキストリンと反対の性質

を示すユニークなものになると予想されている。しかし

実際には合成が非常に困難で、未だその合成は達成され

ていない。この合成にマイクロ波利用技術を駆使して挑

戦し、合成後基本的な化合物の性質を検証、さらに反応

系への2次利用展開研究を計画した。 

 昨年度までに、糖ユニットの反応点を近づけつつ分子

内反応となることで反応性の飛躍的な向上が期待できる

「コア化合物補助環化反応」の活用の検討、モデリング

によるコア化合物とガラクトース誘導体をリンクさせる

リンカー長の検討などを進め、実際に beta1-4Gal の環

状糖鎖化合物（Gal-CD）合成に挑戦したが、残念なが

ら現在のところ実際の化合物を得るに至らなかった。今

年度は、コア化合物の選定、リンカー結合官能基の検討、

当初予定した6糖環状糖鎖化合物でなく7糖環状糖鎖化合

物を合成ターゲットとすることなどにより、目的とする

ガラクトシクロデキストリンの合成を目指した。現在の

ところ、単糖ユニット導入反応が低収率で、かつ副産物

が類似化合物であることから分離精製が困難を見ており、

残念ながら目的化合物はまだ得られていない。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］糖鎖、シクロデキストリン、有機合成、

マイクロ波  
 
［研 究 題 目］rRNA の置換変異によるリボソーム可塑

性の研究 

［研究代表者］宮崎 健太郎（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］宮崎 健太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 大腸菌リボソームの構成成分である16S rRNA を異種

生物由来の遺伝子を置換することで、リボソームの機能

可塑性を探求する。 

研究計画： 

 様々な環境 DNA（メタゲノム）を鋳型に16S rRNA
や23S rRNA を PCR 増幅し、発現ベクターに組み込む。

さらに変異16S rRNA（あるいは23S rRNA）を含む大

腸菌株を創成し、生育相補性により16S rRNA（23S 

rRNA）の機能を調べる。 

研究進捗状況： 

 まず、様々な環境試料（土壌、活性汚泥、河川堆積物

等）より環境 DNA を調製した。次いでユニバーサルプ

ライマーを用いてより 16S rRNA （あるいは 23S 
rRNA）を PCR 増幅し、大腸菌の rrn オペロン発現ベ

クターに組み込んだ。本発現ベクターを大腸菌の rrn オ

ペロン完全欠損株に導入し、薬剤選択、ショ糖を用いた

カウンターセレクションにより、生育を相補する変異株

をスクリーニングした。その結果、γ—プロテオバクテ

リア、β—プロテオバクテリア、さらには別門に帰属さ

れる16S rRNA で生育を相補する遺伝子を多数取得し

た。23S rRNA についてもγ—プロテオバクテリア、β—

プロテオバクテリアに帰属される rRNA を多数取得し

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リボソーム、大腸菌、宿主、蛋白質発現 

 
［研 究 題 目］海洋性油糧微生物由来のドコサペンタエ

ン酸合成系を導入した出芽酵母の創製 

［研究代表者］森田 直樹（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］森田 直樹、佐原 健彦 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ドコサペンタエン酸（DPA）生産海洋性

ラビリンチュラ微生物の DPA 合成機構の解明を目標と

し、1）DPA 合成に関与する遺伝子（群）の単離と発現、

及び2）出芽酵母における DPA 合成酵素遺伝子群のポ

リシストロニックな発現を実現することを目標としてい

る。 

 当初は、既知のポリケチド合成酵素（PKS）様高度

不飽和脂肪酸（PUFA）合成酵素遺伝子の情報を基に縮

合プライマーをデザインし、RT-PCR 法及び RACE 法

により目的の遺伝子の増幅を試みる予定であった。しか

し、DPA 合成に関与する遺伝子（群）の単離について、

まず DPA 生産海洋性ラビリンチュラ微生物 L59株より

ゲノム DNA を抽出し、次世代シークエンサーを用いて

ドラフトゲノム DNA が配列を決定し、その配列を解析

することによって、DPA 合成酵素遺伝子群を構成する

と予想される各構成酵素をコードする遺伝子領域を確認

することとした。  

 L59株は細菌（特にサイクロバクター属 LB004株）と

の混合培養によって増殖が活性化されるが、その状態で

抽出されたゲノム DNA は、L59株と LB004株の混合物

である。そこで、昨年度サイクロバクター属 LB004株

の増殖特性を調べ、L59株への影響がなるべく低くなる

培養条件を引き続き検討した。しかし、検討した条件で

も L59株の生長は遅く、L59株菌体を充分に得ることは

難しく、L59株の純粋培養できる可能性は現時点では低

いことが解った。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ドコサペンタエン酸、ラビリンチュラ微

生物、ポリシストロニック発現、出芽酵

母、高度不飽和脂肪酸 
 
［研 究 題 目］DNA による効率的多酵素反応場の構築

と一細胞測定用電極への展開 

［研究代表者］小松 康雄（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］小松 康雄（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 物質を電気化学的に計測する方法の一つに、目的物質

を基質とする酵素を電極上に固定化し、その触媒反応に

共役して生じる電流値を電極上で検出する方法がある。

しかしながら、細胞の代謝産物を解析するには電極は微

小でなければならず、そうした微小電極表面に酵素を配

置することは極めて困難である。さらに、高感度で物質

量を定量するには、複数種の酵素を連動させて電流値を

増幅する必要があり、その場合は連動する酵素間の空間

的な配置が感度に大きく影響することが想定される。本

研究では、グルコースの細胞による消費量を電気化学的

に測定することを目的に、グルコースを分解するグルコ

ースオキシダーゼ（GOx）とそれと共役する西洋わさ

び由来ぺルオキシダーゼ（HRP）を鎖長と構造の異な

る種々の DNA 上に固定化し、グルコース分解に伴う電

流値と、酵素の固定化に用いた DNA の構造活性相関を

調べた。その結果、通常の2本鎖 DNA を酵素反応の足

場に用いた場合には、2本鎖から1本鎖への解離によって

足場が崩壊して電流値が低下したが、2本鎖間を架橋化

して安定化させた DNA では高い電流値が得られること

を明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸化学、DNA、酵素、電気化学、グ

ルコースセンサー 

 

［研 究 題 目］高機能型新規バイオミネラル結合タン

パク質の開発に関する研究 

［研究代表者］近藤 英昌（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］近藤 英昌（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、生体中に存在する結晶性物質であるバイオ

ミネラルに特異的に結合するタンパク質を高機能化し、

利用技術を開発することを目的とする。そのために、バ

イオミネラルとタンパク質間の相互作用を解析し結合メ

カニズムを明らかにするとともに、相互作用部位の改変

によって結合能が向上したバイオミネラル結合タンパク

質の創出を目指す。 

 本年度は研究対象として、膵臓結石の主成分である炭

酸カルシウム結晶に結合するリソスタシンを用いた。リ

ソスタシンは炭酸カルシウム結晶の成長を阻害し形状を

変化させることが知られているが、そのメカニズムの詳

細は明らかではない。本研究では、リソスタシンの炭酸

カルシウム結晶に対する結合の強さを簡便に評価する方

法を開発した。また、リソスタシン存在下で成長させた

炭酸カルシウム結晶の形状を電子顕微鏡等によって観察

することで、リソスタシンが特定の結晶面に結合してい

ることがわかった。これらの方法を変異体リソスタシン

に対しても適用し野生型と比較することによって、リソ

スタシンの炭酸カルシウム結晶に結合する部位を同定し

た。この知見に基づいて、リソスタシンと炭酸カルシウ

ム結晶の結合状態のモデルを構築した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオミネラリゼーション、機能性タン

パク質 

 
［研 究 題 目］放線菌における系統分類と生産物質のデ

ータベース化と新規生産株の簡易検出法

の開発 
［研究代表者］北川 航（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］北川 航（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 今年度は自身の保有する菌株の生産する抗生物質およ

び系統分類に使用できる遺伝子の調査を主として行い、

その他の菌株について、あるいは種内多様性の他の同様

の現象・状況については論文調査を主として行った。そ

の結果、ロドコッカスではこれまでに1株で複数の抗菌

活性物質を生産する例は無いことがわかった。これは系

統分類と相関させるためには好都合である。しかし既に

多くの報告がされているとおり、ストレプトマイセス属

では1株で多数の抗菌活性物質を生産している事が示さ

れている。このことが系統分類においてさらに解像度の

高い結果をもたらすのか、または混乱を来すのかについ

ては今のところ分かっていない。これまでに放線菌で報

告のある抗生物質生産菌とその物質の調査にはかなり時

間がかかるが、一つ一つ詳細を調べ、データベース化し

て行く予定。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ロドコッカス、抗生物質、系統分類 
 

［研 究 題 目］植物発現組換えタンパク質の安定的蓄

積に関する研究 

［研究代表者］松尾 幸毅（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］松尾 幸毅（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、植物を利用した組換えタンパク質の生産に

おいて、植物細胞内での組換えタンパク質の分解を防ぐ

ことによって、その生産量を向上させるための技術開発

を行うことを目的とする。具体的には、各種生物由来の

プロテアーゼインヒビターを、遺伝子組換え技術により

植物体内で一過性もしくは恒常的に発現させることで、

植物細胞内におけるタンパク質分解酵素の機能を不全も
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しくは弱め、植物体内での組換えタンパク質の分解を抑

制する技術の確立を目的とする。このことにより、植物

体内における組換えタンパク質の安定性が向上し、その

蓄積量を大幅に増加させることが可能であると考えられ

る。また、植物細胞内における不安定さから生産困難で

あると考えられる組換えタンパク質の生産が可能になる

ことも期待される。 

2013年度は様々な生物種よりプロテアーゼインヒビタ

ー遺伝子を単離し、植物遺伝子組換え用バイナリーベク

ターへ導入した。構築したベクターを用いて、植物遺伝

子組換えに用いるアグロバクテリウムを作成した。作成

したアグロバクテリウムにより、タバコの一種である

Nicotiana benthamiana の形質転換を実施した。得ら

れた再分化個体について、RT-PCR 解析によりプロテア

ーゼインヒビター遺伝子由来 mRNA 発現解析、ウエス

タンブロットによりプロテアーゼインヒビターの発現状

況を解析した。これらの解析で良好な結果が得られた再

分化個体について、更に導入された遺伝子のコピー数解

析を行い、シングルコピーである植物体の選抜を実施中

である。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］物質生産、遺伝子組換え植物 

 
［研 究 題 目］人工キメラリプレッサーによる汎用的な

新規植物ジーンサイレンシング技術の開

発 
［研究代表者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］光田 展隆、加藤 義雄、大島 良美 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、昨今急速に普及しつつある人工転写因子

（TALE）技術を利用し、遺伝子の（プロモーター領域

ではなく）コード領域等を標的とした人工転写因子をデ

ザインし、それに転写抑制ドメイン SRDX を付加した

TALE-SRDX キメラリプレッサーによって標的遺伝子

の発現を抑制するシステムを構築しようとするものであ

る。植物の転写抑制メカニズムがヒストンの脱アセチル

化によるものであれば、TALE-SRDX が標的遺伝子の

（プロモーター領域ではなく）コード領域に結合したと

しても転写抑制を引き起こす可能性があり、そうである

ならば、コード領域はより保存されているので、複数の

相同遺伝子を同時に抑制しやすいと考えられ、より汎用

的な遺伝子サイレンシングシステムを構築できると考え

られる。本年度は標的遺伝子のどの部位にキメラリプレ

ッサーが結合すればもっとも効果的に転写抑制を引き起

こせるかを検証するため、ルシフェラーゼ遺伝子をレポ

ーター遺伝子として用い、コード領域の途中に読み枠が

ずれないように配慮しつつ酵母転写因子である GAL4の
結合領域を挿入したレポーターコンストラクトを作成し、

GAL4-SRDX と同時にシロイヌナズナプロトプラスト

に導入してレポーターアッセイを行った。しかし、

GAL4結合領域をルシフェラーゼ遺伝子の途中に挿入す

ると、実験系自体の成立が困難な程にルシフェラーゼの

活性が大幅に低下することがわかった。そこで、さらに

最新のトレンドを鑑み、TALE ではなく CRISPER-
Cas9システムを利用し、Cas9-SRDX を発現させつつ、

標的ルシフェラーゼレポーター遺伝子のコード領域をタ

ーゲットとするガイド RNA を発現させて同様の実験を

行うことも企画し、現在コンストラクトの開発を行って

いる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物､発現制御､遺伝子､シロイヌナズナ、

ゲノム編集 

 
［研 究 題 目］多様な温室効果ガスの大気圏からの消

費に植物圏微生物が果たす新規生態系機

能の発見 

［研究代表者］菅野 学（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］菅野 学、玉木 秀幸、鎌形 洋一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 植物体内や植物表面には膨大な量の微生物が存在する

にも関わらず、これら微生物が供する生態系機能の知見

は限られている。本研究は、水素や一酸化炭素、メタン

といった大気中に極めて希薄に存在する直接的・間接的

な温室効果ガスの大気圏からの取り込みに植物圏微生物

が果たす役割を明らかとすることを目的とする。 

 モデルケースとして水素の消費にまず着目した。植物

体内は通気組織が発達しており、水素酸化細菌の生育場

所と推察できる。そこで、シロイヌナズナおよびイネの

体内から高親和性水素酸化酵素をコードする hhyL 遺伝

子を有する微生物を探索し、7株の Streptomyces 属細

菌の獲得に成功した。水素を高感度に検出する微量還元

ガス検出器 RGD を用いて測定を行った結果、7株のう

ち4株が人工培地上で高親和性の水素酸化活性を示した。

無菌土耕栽培したシロイヌナズナおよびイネに分離株を

接種したところ、約1か月後に植物体内の局在が観察さ

れた。さらに、接種した分離株は、植物体内においても、

細胞あたりで土壌中と同等の水素消費能を示した。野生

植物6種を対象に分子生態解析を行った結果、供試した

全ての植物種から多様な hhyL 遺伝子が得られた。これ

は高親和性の水素酸化細菌が環境中の植物体内に広く存

在することを示唆する。このように、本研究を通じて、

これまでに未解明の生態系機能が着実に明らかとされて

おり、これら知見は、温室効果ガスの地球化学的循環の

実体解明に向けた有力な手がかりを提供するとともに、

植生地の環境アセスメントや地球温暖化に関する政治的

判断を行う際の基盤情報として重要である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微生物、植物共生細菌、放線菌、水素、
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生物地球化学、物質循環、地球温暖化 

 

［研 究 題 目］合掌造り家屋床下の焔硝生産遺構に生息

する新規微生物が有する未知硝化経路の

解明 

［研究代表者］成廣 隆（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］成廣 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、世界遺産に登録されている白川郷合掌造

り家屋の床下でかつて営まれていた硝石生産の現場とな

った土壌遺構に生息する微生物群に着目し、硝石生産に

欠かせない硝化反応を担う微生物群の多様性を分子生態

学的解析により解明することを目標とする。昨年度まで

に実施した16S rRNA 遺伝子を標的とした分子生態解析

の結果から、微生物群全体に占める硝化微生物の存在量

は極めて低いことが明らかとなった。そこで今年度は、

アンモニア酸化反応を触媒する酵素遺伝子（ammonia 
monooxygenase subunit A, amoA）を標的としてさら

に詳細な分子生態解析を実施した。その結果、各試料か

ら約4600-14000個のバクテリア由来 amoA 遺伝子リー

ド、約7700-28000個のアーキア由来 amoA 遺伝子リー

ドを獲得した。これらの塩基配列を公共遺伝子データベ

ースに登録されている既知の amoA 遺伝子と照合した

ところ、16S rRNA 遺伝子解析でもその存在が見出され

ていた Nitrosospira 属や Nitrosomonas 属、16S rRNA
遺伝子解析では検出されなかった Nitrososphaera 属に

近縁のアンモニア酸化微生物が検出された。微生物群集

構造プロファイルと土壌試料の各種物理化学的パラメー

タとの関連性を主座標分析等により統計的に解析したと

ころ、土壌 pH や有機炭素濃度がアンモニア酸化微生物

の多様性に影響を及ぼしていることが示された。なお本

研究では、米国イリノイ州立大学の研究グループにて習

得した分子生態解析技術を適用した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］硝化、16S rRNA 遺伝子、アンモニア酸

化酵素遺伝子、高速シークエンサー、未

知微生物 

 
［研 究 題 目］トンボの体色変化・体色多型の分子基盤

の解明 

［研究代表者］二橋 亮（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］二橋 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 トンボは主に視覚でお互いを認識するため、翅色や体

色に著しい多様性が見られる。トンボの成虫における色

彩変化や色彩多型については、生態学的、行動学的な視

点から多くの研究が行われてきたが、具体的な色素や体

色に関わる分子機構については、全く不明であった。平

成25年度は、RNAseq 解析により、3種類のアカトンボ

（アキアカネ、ナツアカネ、ショウジョウトンボ)の未

成熟および成熟オス、メスの腹部皮膚で発現する遺伝子

を網羅的に比較した。その結果、ショウジョウトンボに

おいて、色素の還元酵素および結合蛋白質の候補遺伝子

を得ることに成功した。興味深いことに、アキアカネ・

ナツアカネでは、ショウジョウトンボとは別の遺伝子が

還元反応に関わっている可能性が示唆された。また、麦

わら色から水色へと体色変化するシオカラトンボに関し

ても、体色変化する際の遺伝子発現を RNAseq 解析し

た結果、体色変化に関わる候補遺伝子を複数得ることに

成功した。以上のように、従来ほとんど解明されていな

かったトンボの体色変化の分子基盤の解明の糸口をつか

むことができた。これらの発見は、抗酸化物質や紫外線

反射に関わる新たな生物素材としての応用面への展開も

期待できる結果と考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫、トンボ、進化、遺伝子探索、体色

変化 

 

［研 究 題 目］特異な環構造と強力な殺虫活性を有す

るインドールジテルペン類の全合成と構

造活性相関 

［研究代表者］榎本 賢（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］榎本 賢（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 インドールジテルペン類はインドール核とジテルペン

が融合した特異な構造を有する化合物群である。殺虫活

性、抗 MRSA 活性の他、ほ乳類に対する痙攣作用を持

つものが多く、薬理学的にも注目されている。本研究で

はインドールジテルペン類の効率的な合成経路の開発と、

構造活性相関研究に基づく中間体、誘導体を利用した新

規薬剤シード化合物の創成を目的する。これまでにイン

ドールジテルペン類の一種である痙攣作用物質パスパリ

ニンの全合成を既知の方法と6工程短縮し、収率も向上

した合成経路の開発に成功した。この際に開発したイン

ドールジテルペン骨格新規合成法を利用して、黄体ホル

モン作用活性物質レカニンドール D の世界初の全合成

に成功した。これまでインドールジテルペン類の全合成

例は米国ペンシルベニア大学のスミスのグループにより

報告されているのみであったが、本研究によりインドー

ルジテルペン類の従来より簡便な合成が可能になった。

現在、パスパリニンの左右両部分構造を持つ化合物、お

よび活性発現に関与すると推測されるヒドロキシ基を欠

いた化合物、また、昆虫成長阻害インドールジテルペン、

チエルシニン B の部分構造を利用して研究協力者のも

とで活性試験中である。これによりインドールジテルペ

ン類の活性発現機構解明に貢献できると考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］天然物、構造活性相関研究、インドール

ジテルペン、痙攣作用、昆虫成長阻害 
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［研 究 題 目］糖尿病の改善効果を評価するための新規

指標物質の開発 

［研究代表者］奥田 徹哉（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］奥田 徹哉、福井 麻美、森田 直樹 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 糖尿病発症に関わる N-アセチルグルコサミン付加

（O-GlcNA 化）と高血糖が惹起する耐糖能低下や代謝

異常などの慢性的な組織病変とが、どのように相関する

のかを明らかにするため、食餌により血糖値を持続的に

高低にコントロールしたモデルマウスを用いて、体内に

おける O-GlcNAc 化タンパク質の発現動態の解析を進

めた。確立したモデルマウスの肝臓では、血糖値の変化

に応じて発現量が変動する O-GlcNAc 化タンパク質が

幾つか見つかり、そのうち一つがインスリンシグナル伝

達に関わる Akt キナーゼタンパク質であることを見い

だした。O-GlcNAc 化 Akt は慢性的な高血糖下の肝臓

で検出されるが、食餌により高血糖を持続的に改善した

マウス肝臓ではほとんど検出されなかった。Akt の O-
GlcNAc 化は、Akt 内部の Thr308部位のリン酸化修飾

の阻害因子であることが細胞レベルでの研究にて示唆さ

れており、このリン酸化は Akt の活性化のために必要

である。そこで、Akt のリン酸化修飾状態について詳細

に解析したところ、O-GlcNAc 化された Akt では

Thr308部位のリン酸化が特異的に阻害されていた。こ

れらの結果は、O-GlcNAc 化 Akt と肝臓のインスリン

抵抗性を示す分子病態とが相関して出現することを示し

ており、肝臓に検出される O-GlcNAc 化 Akt は目標と

する糖尿病関連病態を評価するための指標候補といえる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖タンパク質、高血糖、糖尿病、バイオ

マーカー、栄養指標、糖質制限食、O-
GlcNAc 

 
［研 究 題 目］真菌類における二次代謝産物を多く産生

するテンプレート培養条件の設計 

［研究代表者］梅村 舞子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］梅村 舞子（常勤職員1名） 

［研 究 目 的］ 

 大規模遺伝子発現情報解析から、真菌類二次代謝物質

の産生に適した培地デザイン系を構築する。 

［研 究 内 容］ 

 前年度は、真菌類である糸状菌 Aspergillus oryzae
の190種類の培養条件下で取得された遺伝子発現情報を

元に、74の代謝経路に分類された1285個の遺伝子につい

て、経路毎にまとめて発現パターンの相関を計算しクラ

スター分析を行った。本年度は、培地条件のデザインに

特化させるために、温度を変えた条件等も含まれていた

190種類から、C 源、N 源、およびその他栄養条件を変

化させた103に絞って同じ解析を行った。二次代謝経路

の種類に応じた遺伝子発現パターンが存在する結果は変

わらず、大きく A.炭化水素系と B.アミノ酸系、および

C.一次代謝に近い系に分かれた。それぞれについて、連

動して動く一次代謝経路のグループも見られ、遺伝子発

現情報から、産生される二次代謝物質の種類を推定でき

る結果となった。さらに各二次代謝グループを誘導する

栄養条件をクラスター分析から抽出してデザインした。

すなわち、A.は C 源（グルコース）が豊富な培地、B.
は生存しにくいと考えられる、C 源が少なくかつグリセ

ロール等が含まれる培地、C.は固体培地に近い野菜ジュ

ース培地である。それぞれの培地条件下で A. oryzae と

系統的に非常に近い Aspergillus flavus について遺伝子

発現情報を取得したところ、元の74の代謝経路分類に含

まれていないが上記二次代謝経路グループに分類される

遺伝子が誘導され、かつ対応する二次代謝物質が特異的

に産生されることが確認できた。以上より、大規模遺伝

子発現情報を用いて、二次代謝物質に応じた産生適正培

地のデザイン系を構築できることが示唆された。本結果

を公共データベース等のより大規模なデータベースに適

応することで、より最適な培地デザイン系の構築につな

がると考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］二次代謝経路、大規模遺伝子情報、真菌

類、代謝パターン、培養条件 

 

［研 究 題 目］モデル微生物共生系を用いた酢酸分解メ

タン生成機構の解明 

［研究代表者］加藤 創一郎（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 創一郎（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 酢酸は微生物メタン生成における重要な中間代謝産物

であり、その分解活性の多寡はメタン生成反応全体に大

きく影響する。酢酸分解メタン生成には単独型・共生型

の2種類の経路が存在する。それぞれの経路は各種環境

要因によって異なる影響を受けるが、その詳細な機構は

ほとんどわかっていない。本研究では、嫌気性廃水処理

メタン発酵・地下微生物圏のそれぞれにおける主要な環

境要因（高濃度アンモニア・高圧）をターゲットとして、

その酢酸分解メタン生成に及ぼす影響の定量的評価、お

よび機構解明を目的とした。 

 高濃度アンモニアによるメタン生成阻害の研究では、

各微生物の培養実験の結果、単独型のメタン生成が顕著

にアンモニア阻害に弱いことを見出した。さらに単独型

のメタン生成菌に対し詳細な培養実験、および遺伝子発

現解析を行うことで、（1）細胞内 pH ホメオスタシスの

崩壊、（2）メタン生成酵素群の直接的な阻害、（3）細胞

内酸化ストレスの上昇、といった様々な要因が高濃度ア

ンモニアにより引き起こされることが明らかとなった。 

高圧がメタン生成に及ぼす影響の研究に関しては、各微

生物種を高い静水圧力下（15MPa、150気圧相当）で培
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養を行えるシステムの構築に成功し、メタン生成が高圧

力下でも進行しうることを確認した。高圧条件下でのメ

タン生成菌の培養実験、および特異的に発現する遺伝子

の網羅的解析をおこなった結果、高圧条件でのメタン生

成には細胞膜・壁成分の改変、変性タンパクの修復が重

要であることが明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微生物、メタン生成、酢酸分解、共培養、

アンモニア阻害、高圧 

 

［研 究 題 目］微生物－昆虫間クロストークの解析に

よる昆虫の適応度上昇メカニズムの全容

解明 

［研究代表者］石井 佳子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］石井 佳子（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ファイトプラズマは昆虫媒介性の植物病原細菌であり、

植物と昆虫という異なる界に属する生物に寄生するユニ

ークな微生物である。ファイトプラズマは、植物に対し

て病気を引き起こす一方で、昆虫に対しては産卵数の増

加や寿命の延長などの『適応度の上昇』を引き起こすこ

とで、相利共生の関係を営んでいる。また、ファイトプ

ラズマの昆虫宿主であるヨコバイは、共生細菌が宿主に

不足する栄養素を補っている可能性が高い。したがって、

昆虫体内においては「共生細菌」と「ファイトプラズ

マ」がフローラ（細菌叢）を形成し、これが昆虫宿主の

生命活動をサポートしていると考えられ、複雑系の例と

して非常に興味深い。以上をふまえ本研究では、『ファ

イトプラズマ・昆虫・共生細菌』の3者間のクロストー

クを明らかにし、ファイトプラズマが昆虫宿主の適応度

を上昇させる分子機構の全容解明を目指す。 

 本年度は、ファイトプラズマの昆虫宿主と考えられて

いるツマグロオオヨコバイの共生細菌の特定、局在解析

および系統解析を行った。日本各県で採集したヨコバイ

を解剖したところ、共生細菌が局在するであろう黄色を

呈する紐状および白色を呈する楕円形の菌細胞が前胸部

に一対存在することを確認した。黄色を呈する紐状の菌

細 胞 か ら は Bacteroidetes に 属 す る 細 菌 Sulcia 
muelleri が、白色を呈する楕円形の菌細胞からは Yeast 
Like Symbiont（YLS）が検出された。今後、ファイト

プラズマの局在も特定し、これら共生微生物との相互作

用について解析していく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物病原性細菌ファイトプラズマ、昆虫

共生細菌、適応度上昇機構 

 

［研 究 題 目］作物全般に利用可能な分岐・矮性化・分

化能を制御する転写因子の単離とその利

用 

［研究代表者］樋口（池田）美穂 

（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］樋口（池田）美穂（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 矮性化形質の誘導については昨年までに明らかにして

いた矮性化誘導遺伝子 IBH1の研究を発展させ、IBH1, 

PRE1, ACE1の3因子によって構成される三重拮抗阻害

システムが細胞伸長を制御することで、植物の背丈を変

えていることを解明したことから、これらを発展させ、

植物バイオマスの増大など、植物の諸形質の改善に役立

つ有用因子用いて作物の形質を一律に改善する技術を確

立することを目ざしている。研究対象としている具体的

な形質は、矮性化、および、枝・葉数の増減である。実

際の野外環境における植物バイオマス生産性の調節に、

もっと役立つ因子を探索する目的で研究を発展させる必

要があることから、日陰で植物の草丈が伸びる反応（避

陰反応）に関与する転写活性化因子として ACE4を単離

した。日陰と類似した波長の光の下で ACE4の遺伝子発

現がどのように調節されているか、および、ACE4がど

のように細胞の伸長を制御しているかについて明らかに

することができ、これらの成果を論文にまとめた（投稿

準備中）。さらに、以前に単離していた枝・葉数を増加

させる機能を持つ遺伝子 HR1049遺伝子と機能重複する

遺伝子を同定、これらの遺伝子の機能を欠損した植物を

作成して解析を行った結果、HR1049は植物の花器官形

成などに関連する遺伝子の発現をポジティブに制御する

こと、既知のものとは異なるシステムによって分裂組織

の活性を制御していることが明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物の形質改善、遺伝子改変、矮性化、

多枝・多葉 

 

［研 究 題 目］昆虫共生細菌による宿主性比操作メカ

ニズムの解明 

［研究代表者］春本 敏之（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］春本 敏之（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 キイロショウジョウバエ Drosophila melanogaster
のメスに共生細菌スピロプラズマ Spiroplasma が感染

すると、次世代のオスだけが胚発生の時期に殺される。

本研究は、この「雄殺し」という生殖操作の分子メカニ

ズムを解明することを目的としている。これまでの研究

より、感染オス胚では異常なアポトーシスに加え、神経

発生異常が起きることが示されている。これらの異常な

表現型の原因を網羅的に調べるため、RNA-seq による

遺伝子発現解析を行った。その結果、感染オス胚特異的

に発現上昇がみられる181の遺伝子群を同定した。これ

らの遺伝子について GO 解析を行ったところ、細胞死

及び DNA 二本鎖切断修復に関与する遺伝子が有意に多

く含まれていることが明らかになった。細胞内で二本鎖

切断などの DNA 損傷が起きると、転写因子 p53が活性
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化し損傷の修復やアポトーシスを引き起こす。p53変異

体を解析した結果、変異体オス胚では異常なアポトーシ

スが顕著に抑えられていることが明らかになった。また、

p53活性のレポーター系統を観察したところ、感染オス

でのみレポーター発現が見られた。以上の結果は、感染

オス胚における異常なアポトーシスが DNA 損傷により

p53依存的に引き起こされていることを示しており、

RNA-seq の結果を支持するものである。現在、なぜオ

ス胚にだけ DNA 二本鎖切断が引き起こされるのかにつ

いて詳細を解析中である。今後、並行して進めているス

ピロプラズマ側の RNA-seq により得られるデータと組

み合わせて、オス殺しの分子機構を明らかにしたい。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］昆虫内部共生、共生細菌、オス殺し、 

DNA 損傷、RNA-seq 
 

［研 究 題 目］植物におけるアルミニウムおよび酸性

ストレス感受性を制御する因子の同定 

［研究代表者］鈴木 馨（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鈴木 馨、Chuan-Ming Yeh 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 酸性土壌で溶出した土壌中のアルミニウムイオンは、

植物の生育に必要なリンと結合し、難溶性の塩を形成す

るとによって、結果として施肥効率が低下を引き起こし、

また、空気中のチッソを肥料分としてとり入れる土壌微

生物の活性を著しく抑制するなど穀物などの生産量に大

きな影響を与えることが知られている。世界では約30%
の耕地が酸性土壌であり、これら酸性土壌条件下におい

ても問題なく生育出来る植物の開発が求められている。

特に酸性条件下で土壌に溶出するするアルミニウムイオ

ンは根の細胞の細胞壁に結合し、それによって活性酸素

の発生を促し、脂質の過酸化やミトコンドリアの機能障

害を引き起こすことによって、生育阻害を誘導すると考

えられているが、その詳細な機構については明らかにな

っていない。 

 本研究は、酸性土壌で生じるアルミニウムが、植物の

生育にどの様に影響し、生育阻害を誘導するのかその分

子機構について明らかにする為、シロイヌナズナ全転写

因子を網羅するキメラリプレッサー発現種子ライブラリ

ースクリーングし、アルミニウムイオンに対して耐性又

は過敏である株の単離を根の伸長を比較することによっ

て行った。その結果、植物特異的な特定転写因子に対す

るキメラリプレッサーを発現するシロイヌナズナが、野

性型に比べて強い耐性を示す事を明らかにした。マイク

ロアレイを用いて該当する転写因子が制御する下流遺伝

子のプロファイリングを進めた、同時に酸性土壌耐性植

物の開発を進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、酸性土壌、 

［研 究 題 目］深部地下圏を模擬した高圧条件下におけ

る生物的メタン生成過程の解明 

［研究代表者］鎌形 洋一（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鎌形 洋一、坂田 将、吉岡 秀佳、 

皆川 秀紀（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本提案は生物的メタン生成が高圧下で起こりうるか否

か、とりわけ(1) メタン生成に必要な水素を供給する微

生物と水素からメタンを生成する微生物間で種間水素伝

達が高圧下で起こりうるか、(2) ケロジェン等根源有機

物由来と考えられる中間物質からメタン生成に必要な酢

酸を生成する微生物とメタンを生成する微生物との間で

酢酸授受が高圧下で起こりうるか、といった課題を明ら

かにすることを目指した。本研究では地下圏由来の現場

試料のみならず、中度高温微生物として提案者がすでに

分離に成功している Methanothermobacter（水素資化

性メタン生成菌）、Methanosaeta（酢酸資化性メタン

生成菌）、Thermacetogenium（水酢酸酸化水素発生型

共生細菌）などを用いた。本研究により以下のような結

果を得た。(1) 上述の水素資化性メタン生成菌、酢酸資

化性メタン生成菌、ならびに酢酸酸化水素発生型共生細

菌と水素資化性メタン生成菌の共生系を高圧培養した。

その結果メタン生成菌単独の場合のみならず、共生系に

おいても15MPa 程度の高圧条件下でメタン生成が確認

され、高圧条件下で種間水素伝達に基づくメタン生成が

進行可能であることが純粋培養系で初めて実証できた。

(2) 酢酸資化性メタン生成菌のゲノム情報をもとにマイ

クロアレイをデザインし、高圧条件下で通常と比較して

2倍以上の発現変動がみられた遺伝子を見いだした。(3) 

ケロジェン等根源物質において普遍的に見出されるメト

キシ芳香族化合物をモデル物質として微生物の集積をお

こない、これらの物質を完全分解しメタンを生成する微

生物群集を得ることに成功した。(4) 高圧条件下、異な

る CO2濃度でのメタン生成微生物群の培養したところ、

高い CO2濃度条件においてより活発なメタン生成活性

が確認された。16S rRNA 遺伝子配列にもとづく微生物

群集構造解析、ならびに13C ラベル酢酸を用いた同位体

分析の結果、高い CO2濃度条件下においては酢酸資化

性メタン生成菌が、低い CO2濃度条件下においては酢

酸酸化細菌と水素資化性メタン生成菌の共生系が、それ

ぞれ主要なメタン生成経路を担っていることが明らかと

なった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］メタン生成菌、メタンハイドレート、微

生物共生系、高圧培養 

 
［研 究 題 目］ハイブリッドゲノムを用いた難培養細

菌ファイトプラズマの培養系の確立 

［研究代表者］柿澤 茂行（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］柿澤 茂行、沼﨑 るみ 
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（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、近年開発されつつあるゲノム操作の技術を

応用することで、難培養細菌ファイトプラズマのゲノム

をマイコプラズマのゲノムに導入したハイブリッドゲノ

ムを作製し、これをマイコプラズマ細胞へと移植するこ

とで、難培養細菌の培養系を擬似的に確立することを目

的とする。これによりこれまで困難であった難培養細菌

の遺伝子操作を行うことができ、その性状の解明に関す

る研究が飛躍的に進展すると期待される。ハイブリッド

ゲノムの作製に先立ち、難培養細菌の全ゲノムクローニ

ングを行うと共に、これらのストラテジーに関わる技術

開発を行う。 

 本年度は、難培養細菌ゲノムのクローニングを試みた。

難培養細菌は培養が困難であり、感染宿主から細菌ゲノ

ムを単離する必要があるため、ゲノム量が少なく、また

宿主のゲノムやオルガネラのゲノムなどが混入するため、

これを精製しつつクローニングに必要なゲノム量を集め

ることが極めて困難であった。本年度はこの問題を克服

するストラテジーを開発した。新たに確立したストラテ

ジーを用いることで難培養性細菌ゲノムの全領域をクロ

ーニングすることに成功した。また得られたクローンの

確認を、昨年度までに確立したマルチプレックス PCR
の手法を用いて行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ゲノム操作、細菌、マイコプラズマ、酵

母、培養系 
 
［研 究 題 目］陸域地下圏のメタンフラックスに関与す

る未知アーキア系統群の発見と新生物機

能の解明 
［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］玉木 秀幸（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
本研究は、陸域地下圏環境に優占する未知・未培養ア

ーキア群とその周辺微生物群の実体を明らかにし、メタ

ンフラックス等の重要な生物地球化学プロセスにおいて

未知微生物群が果たす役割を解明することを目指してい

る。本年度は、まず昨年度に引き続き次世代シークエン

ス解析技術を用いて、陸域地下圏環境における未知アー

キア系統群の探索を実施した。その結果、氷河堆積物や

地下湧熱水環境において未知アーキア系統群を発見する

事に成功した。特に、氷河堆積物環境からはこれまでに

ほとんど認知されていない門、綱あるいは目レベルの未

知未培養アーキア系統群を特定した。また、地下湧熱水

環境からも門あるいは綱、目レベルの未培養アーキア系

統群を見出した。また油ガス田環境では、門レベルなら

びに綱レベルの未知バクテリアとともにメタン生成菌に

比較的近縁の新規アーキアが存在していることが判明し

た。そこで、以上の陸域地下圏環境試料を用いてシング

ルセルソーティングを行うとともにゲノム増幅を試みた

ところ、一部の未知微生物についてシングルセルゲノム

の獲得に至った。また同時に、これらの未知微生物の培

養化を試みており、いくつかの未知アーキアについては

集積培養化に至った。また新しい機能を有したメタン生

成アーキアを純粋分離し、そのゲノムを解読するととも

にトランスクリプトーム解析を実施し、分離したメタン

生成アーキアが非常にユニークな代謝機能をもつ事を明

らかにした。このように、これまでほとんど明らかにさ

れていなかった陸域地下圏環境の未知アーキアとその周

辺微生物の実態に一歩迫る成果を挙げた。 
［分 野 名］ライフサイエンス・地質・環境エネルギ

ー 

［キーワード］陸域地下生命圏、未知アーキア、新生物

機能、メタンフラックス、環境ゲノム

解析 
 

［研 究 題 目］共生系の季節適応：昆虫－微生物におけ

る共進化機構の解明   

［研究代表者］森山 実（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］森山 実（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 植物の汁液のみを利用する昆虫では、体内に宿す共生

微生物が自身の成長や繁殖にとって不可欠な存在となっ

ている。このような昆虫－微生物共生系では、季節的に

訪れる寒さや暑さ、乾燥などの環境ストレスに対して双

方が耐えぬく必要がある。そこで、本研究では、マルカ

メムシやチャバネアオカメムシなどのカメムシ目昆虫と

その腸内共生微生物をモデル系として、1) 昆虫‐微生

物共生体の適応できる温度域を制限しているのはどちら

か、また、2) 厳しい季節を共に生き抜くための特殊な

機構や相互作用にはどのようなものがあるのかについて

調査を進めている。 

 本年度は、まず、マルカメムシと腸内共生細菌

Ishikawaella の共生系を用いて、栄養相互作用の解析

を進めたところ、共生細菌が餌中に不足する必須アミノ

酸やビタミンを宿主に供給していることを明らかにした。

このことはゲノムから推測された共生細菌の栄養素補完

機能を栄養生理学的に証明し、宿主昆虫の成長や繁殖に

おける共生細菌の役割を具体的に明らかにした。今後は、

季節的にこのような栄養相互作用がどのように変化して

いくかを観察する予定である。 

 昆虫は冬季や夏季などの不適な季節に休眠という特殊

な生理状態にはいるが、休眠時の共生状態の変化につい

てはまったく未解明のままである。そこで、RNAseq
を用いて、共休眠と非休眠昆虫における共生器官におい

て発現する遺伝子の比較解析を進めている。今年度は、

ライブラリ作成から、シークエンシング、de novo アセ

ンブリング、アノテーションまで行った。次年度は発現

レベルに差のあった遺伝子の詳細な機能解明を進める予
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定である。 

 また、チャバネアオカメムシとその腸内共生細菌の系

では、高温ストレスによって共生細菌が消失することが

観察された。このことは、共生細菌が昆虫の温暖地域へ

の適応に対して律速となっていることを示唆している。

今後は温度耐性の地理変異を調べるとともに、共生細菌

の置換実験をおこない、共生体としての温度適応の進化

機構を明らかにする予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス   
［キーワード］昆虫、共生、季節適応、腸内細菌、温度

耐性 
 

［研 究 題 目］適応放散における進化－生態フィード

バックの寄与：微生物モデル系による実

験的解析 

［研究代表者］山本 京祐（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］山本 京祐（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、競合関係にある2種の細菌、緑膿菌と黄色

ブドウ球菌（以下 PA および SA と略記）を用いた実験

室進化の過程を解析し、進化動態や群集・個体群動態の

把握とそれらに寄与する種間相互作用や形質を明らかに

することで、進化－生態フィードバック（進化現象と生

態現象とが互いの動態に影響を及ぼしあう）の重要性を

解明することを目的とする。具体的には、各種進化株に

ついて適応度や表現型の変化を解析し、全ゲノムリシー

クエンスによる変異点の特定およびトランスクリプトー

ム解析による網羅的遺伝子発現プロファイルの解析、さ

らには変異導入等によって、群集・進化動態に寄与する

種間相互作用を同定するとともに、そのメカニズムの分

子基盤を解明する。本年度は進化実験系の構築と個体

群・進化動態の特徴付けをおこなった。 

 静置培養条件で PA 純粋培養系と PA-SA 共培養系の

継代培養をおこない、生菌数変化を CFU でモニタリン

グするとともに、コロニー形態の変化した株（Colony 
Morphology Variants, CMVs）の割合も測定した。全

ての進化実験系において実験開始から3～5日後には

CMVs が検出され始め、時間経過とともに種類も増加

していった。22日間培養をおこない、全ての系において

祖先型のコロニー形態を示すものは淘汰され、進化株が

優占種となった。最終的な個体群構造として、ほぼ単一

の進化株が優占している系と複数の優占種が存在してい

る系との両者が存在した。PA 純粋培養系と SA との共

培養系とでは、優占化する進化株の出現パターンが異な

っており、SA が共存することで PA の進化動態に影響

を及ぼすことが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］細菌、種間相互作用、競争、共進化 

 

［研 究 題 目］微生物細胞集団における不均一性メカ

ニズムのゲノムワイド解析手法の確立 

［研究代表者］宮崎 亮（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］宮崎 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細菌は、均一なゲノムを持ったクローン細胞集団であ

っても、個々の一細胞レベルの生理状態は完全に均一で

はなく、mRNA やタンパク質のばらつきに依存して特

異的な機能や個性的な挙動を示す。本研究は、従来の微

生物学において見過ごされてきたこのような「クローン

細胞集団における一細胞レベルの不均一性」をゲノムワ

イドに解析する独自の手法を構築するとともに、その生

物学的意義を明らかにしようというものである。 

 今年度は、細菌一細胞の動態を高精度に検出するため

の顕微鏡システムと解析ステーションを立ち上げ、実験

的な条件検討を進めた。本システムは細菌の一細胞レベ

ルでの遺伝子発現・挙動解析を生きたままの細胞を用い

てリアルタイムで計測することが可能である。また、こ

れら高精度な一細胞ライブイメージングに適した解析用

レポーター株を構築し、一細胞レベルの遺伝子発現や細

胞活性を正確にトラッキングできるようシステムの最適

化を行った。また、本研究で用いる細菌株の全ゲノムを

解読し、今後のゲノム解析に向けた基盤を整えた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］一細胞解析、遺伝子発現、ゲノム解析 

 

［研 究 題 目］植物ウィルス感染応答制御に関する転写

因子の研究 

［研究代表者］高木 優（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］高木 優、Saqib Muhammand 
（他2名） 

［研 究 内 容］ 

 植物に感染するウイルスは、植物の生育を著しく阻害

することから農業に深刻な影響を与え、穀物などの生産

量に大きな影響を与えることが知られている。これまで

に、ウイルスの影響を軽減するために、連作を避けたり、

抵抗性を持つ品種を選択したり、また、レプリカーゼや

ウイルスコートタンパク質遺伝子を植物で発現させる試

みがなされている。しかし、これらの技術は費用がかか

るものも多く、効果が長続きしないとう欠点がある。本

課題では、植物に持続的なウイルス抵抗性を付与させる

ための試みとして、植物転写因子を操作して、抵抗性を

高める開発研究を行う。また、本研究は、ウイルス感染

が、植物の生育にどの様に影響し、生育阻害を誘導する

のかについて分子機構の側面から明らかにするため、そ

の機構に関与する転写因子の同定と機能解明を目指す。

平成25年度（平成25年10月から開始）は、ウイルス感染

で発現が変化する転写因子を発現解析から明らかにする

ため、産総研・生物プロセス研究部門で開発されたキメ

ラリプレッサーによる新規遺伝子サイレンシングシステ

ムである CRES-T 法で作成された、シロイヌナズナ全
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転写因子を網羅するキメラリプレッサー発現種子ライブ

ラリーを用いて、1．ウイルスに対して感受性の異なる

ライン（耐性および過敏性株）の単離；2．得られたラ

インから発現する転写因子（キメラリプレッサー）の同

定をおこなう。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ウイルス、遺伝子改変、抵抗性、植物病

理 

 

［研 究 題 目］「利他行動」を制御する新規化合物の探

索とその作用機構の解明 

［研究代表者］齊藤 玉緒（上智大学） 

［研究担当者］森田 直樹（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞性粘菌 Dictyostelium discoideum のゲノムに見

られた2つの脂肪酸合成酵素（FAS）の役割について解

析を行った。FAS 遺伝子をノックアウトした変異株の

作出を目指したが、一方のみしか遺伝子ノックアウト変

異株は作出できなかった。その変異株を解析した結果、

脂肪酸の供給が正常な発生には必要であること、遺伝子

ノックアウト変異株では発生が遅れることが示された。

この発生の遅れは、野生株細胞と変異株細胞を3：7で混

合することで解消された。以上から、D. discoideum に

おいては、正常な脂肪酸合成が正常な発生には必須であ

ることが示された。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ポリケタイド合成酵素、ハイブリッド型

酵素、分化誘導、細胞性粘菌、土壌微生

物 

 

［研 究 題 目］二次代謝産物生産に適した糸状菌遺伝子

発現システムの開発 

［研究代表者］五味 勝（東北大学） 
［研究担当者］町田 雅之、小池 英明、梅村 舞子 

（生物プロセス研究部門） 
（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 糸状菌は多種多様な二次代謝化合物を生産する能力を

有する。近年の糸状菌ゲノム情報の整備により多様な生

合成経路の存在が明らかとなり、未知・未利用の遺伝子

が従来の予想をはるかに超えて存在することが明かにな

った。これらの生合成や分泌に関わる遺伝子は多くの場

合クラスターを形成し、やはりクラスター内に存在する、

転写制御因子によって、クラスター内の遺伝子群が協調

的に発現することにより、複雑な構造をもつ化合物が生

産される。本研究では東北大学との連携のもと、これら

のクラスター全長あるいは一部を麹菌に導入・高発現さ

せることにより生合成マシーナリーの解析を進めている。

本年度は、麹菌のゲノム中に存在する遺伝子に対する相

同性検索や DNA マイクロアレイによる発現情報などを

利用して、カビ毒に関連する遺伝子、色素生産遺伝子、

メバロン酸経路関連遺伝子を同定した。また、これらの

生産物の確認と生合成遺伝子の解析を目的として、こら

の中心となる遺伝子を強力なプロモーターによって強発

現化するための DNA 断片の設計と作製を行った。これ

らの断片は pyrG か niaD を形質転換マーカーとして二

次代謝の生産時期に誘導される高発現プロモーターで転

写が活性化される構造になっており、fusion PCR によ

って作製した。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］二次代謝、糸状菌、遺伝子クラスター、

有用物質生産 

 

［研 究 題 目］遺伝子組換えと同等の形質を植物に付与

する化合物開発システムの構築 

［研究代表者］近藤 陽一（関東学院大学） 

［研究担当者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 
（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、DNA 配列を任意に選択して結合できる

Py-Im ポリアミドを利用し、遺伝子組換えと同等かつ

遺伝しない有用な形質を植物にもたらす化合物の合成シ

ステムの構築を目指す。本システムの基盤は、機能を抑

制すると植物に有用な形質が付与される転写因子を選び

出し、その転写因子が制御している調節配列に結合する

Py-Im ポリアミドを合成することである。合成した Py-
Im ポリアミドを野生型の植物に添加することで、選び

出した転写因子の機能を抑制し、有用な形質を付与する。

このシステムの構築のために、シロイヌナズナを利用し

て合成した Py-Im ポリアミドの標的遺伝子に対する転

写抑制化能の評価系を開発し、評価系が機能することを

明らかにする。また、Py-Im ポリアミドが調節配列に

結合した時に、期待通りの表現型が現れるか検証するた

めのシステムを開発する。具体的には転写因子の機能を

抑制する CRES-T 技術で作成された植物と同じ表現型

を引き起こす Py-Im ポリアミド開発系を構築する。そ

のためには目的とする転写因子の標的遺伝子、結合配列

を ChIP-seq 実験などにより把握する必要がある。本年

度は目標とする CRES-T 系統を選定し、標的遺伝子、

結合配列同定のために必要なコンストラクト、植物作成

を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、発現制御、遺伝子、シロイヌナズ

ナ、化合物 

 

［研 究 題 目］植物における転写因子複合体を形成する

因子の網羅的な解析 

［研究代表者］高木 優 

（埼玉大学環境科学研究センター） 
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［研究担当者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 
（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、有意に高頻度に核に局在すると予測もしく

は実証されている WD40タンパク質について、転写因

子と相互作用する可能性が高いと考えて、網羅的に

CRES-T 法を適用したり、転写因子を対象にした酵母

ツーハイブリッド（Y2H）法などを駆使したりし、

WD40タンパク質が全体として転写因子の機能発揮にど

う関わるかを明らかにしようとするものである。具体的

には、発現様式などを参考に優先順位を付け、SRDX
リプレッションドメインを融合したキメラ遺伝子を発現

する形質転換シロイヌナズナを作成する。一方でこれら

WD40タンパク質遺伝子を単純過剰発現する植物の作成

も同時に行い、T1世代の表現型を比較解析することに

より､両者が異なる表現型を示すラインを探索する｡その

ようなラインが同定できた場合、これまでに観察したキ

メラリプレッサー発現植物の表現型データベースから類

似する表現型を示すものを探索したり、転写因子遺伝子

のみからなるライブラリーを用いた Y2H 法により相互

作用する転写因子を探索したり、発現パターンが類似す

る転写因子のキメラリプレッサー発現植物の表現型を観

察するなどして、相互作用する転写因子を同定する。さ

らに複合体を形成する因子が転写制御にどのように影響

を及ぼしているのか、その分子機構について詳細な解析

を行う。今年度は公開されているマイクロアレイデータ

や細胞内局在の予測データなどからデータ解析を進め、

優先順位の高い十数個についてコンストラクトの作成、

形質転換植物の作成などを進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物､発現制御､遺伝子､シロイヌナズナ、

化合物 

 
［研 究 題 目］担持型酸化触媒による臭素系難燃剤の

分解に及ぼす腐植物質の影響 

［研究代表者］福嶋 正巳（北海道大学） 

［研究担当者］佐々木 正秀（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 廃棄物処分場の浸出水中には家電ゴミを起源とする臭

素系難燃剤（BFRs）が含まれており、これらは環境ホ

ルモン作用も示すことから分解・無害化する必要がある。

浸出水には腐植物質と呼ばれる褐色の高分子有機物が10

から200mg/L 程度含まれている。これまでの研究から、

鉄ポルフィリン触媒による BFRs の酸化分解に及ぼす

腐植物質の影響を検討した結果、腐植物質は BFRs の

酸化分解を妨害することがわかった。腐植物質は巨大な

負電荷を有し、BFRs と比べ親水性を示す。本研究では、

触媒の負電荷と疎水性を高め触媒活性サイト付近から腐

植物質を排除し BFRs を集約する目的で、負電荷を持

つシリカゲルなど様々な担体に鉄ポルフィリン触媒を導

入した担持型触媒を合成し、それによる腐植物質共存下

での BFRs の分解・無害化の促進を試みることを目的

とする。 

 産業技術総合研究所研究担当者は、電子スピン共鳴

（ESR）装置による反応活性種の検出を分担している。

今期は ESR 装置を用いたスピントラップ法の実験プロ

トコールの検討を進めた。具体的には、スピントラップ

試薬の選定、試料及び試薬濃度の最適化、さらには基準

となる装置測定条件の設定を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］臭素系難燃剤、担持型酸化触媒、腐植物

質、電子スピン共鳴（ESR） 

 

［研 究 題 目］安価な砂鉄、珪砂等を用いた自然系液体

用しゅう動材料の開発 

［研究代表者］村上 敬（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］日比 裕子、間野 大樹、松崎 邦男 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 1997年の京都議定書以降、地球温暖化抑制のため国内

外で CO2排出量の削減が重要な課題になってきている。

CO2排出量削減方法の一つとして、自動車エンジンの燃

料を化石燃料からバイオエタノールなどの自然系液体に

切り替える方法が考えられる。このためには現在使用さ

れている内燃エンジンのしゅう動材料をエタノールに合

った材料に切り替える必要があるが、このような研究は

ほとんど進んでいない。本研究は、以前研究代表者らが

低摩擦・低摩耗であることを明らかにしたαFeSi2基合

金等を利用し、エタノールなどの自然液体中において低

摩擦・低摩耗被膜を作製することを目的とする。本年度

は、砂鉄と炭素と硅砂との反応で鉄シリサイドを作製す

る方法について、砂鉄と炭素と硅砂混合粉末の DTA に

よる昇温実験及び生成物の XRD による分析の結果、

1178℃で砂鉄と炭素によるαFe の生成反応が起き、シ

リサイドや SiC の形成は1,400℃以上であることが分か

った。このことは鉄成分の生成とシリコン成分の生成温

度が数百度異なっていることを意味しており、混合物か

ら鉄シリサイドを生成する場合、均質に生成させること

が課題であることがわかった。一方拡散処理によるシリ

サイドコーティングについて、二重コーティングなどを

試みたもののボイドの問題を解決することはできなかっ

た。しかしクロマイジング及びボロクロマイジングした

SS400鋼がエタノール中0.1～0.2の摩擦係数を示し、後

者については10-6mm3/Nm オーダーの比摩耗量及びマ

イクロビッカース硬さ16GPa を示すことを明らかにし

た。さらに硬質材料の多いホウ化物についても低摩擦・

低摩耗の材料があるかどうか探索を行い、その結果、ホ

ットプレスで作製したアルミナ、窒化ケイ素より高硬度

の AlB12、SiB6基合金が水などの自然液体に対して低摩
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擦・低摩耗であることを発見した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］金属間化合物、エタノール、トライボロ

ジー 

 
［研 究 題 目］超音波照射による気泡振動を利用した

ナノ駆動体に関する研究 

［研究代表者］砥綿 篤哉 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］砥綿 篤哉（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

駆動媒体粒子の形状制御手法の検討を行うため、鉄粒

子に関してプロセス検討を行った。そのプロセスはあら

かじめロッド状の酸化鉄粒子を水熱合成によって合成し、

その後気相中で還元する方法である。その結果、長径3-

5ミクロン、短径100-500nm のロッド状のフェライト粒

子を合成することができた。これを５%水素含有アルゴ

ンガス中にて、500℃-4時間で還元処理を行ったところ、

酸素が除去されて表面に凹凸が生じてはいるが、ロッド

状は維持していることを SEM により確認し、X 線回折

より鉄であることを確認した。さらに、ポリビニルピロ

リドンを1、3-ブタンジオールに溶解した溶液中に硝酸

銀を添加し、温度を150℃まで上げて銀イオンを徐々に

還元させることにより、長径数ミクロン、短径100～

200nm のナノロッド銀粒子を合成することができた。

また、この反応の前後に金や白金溶液を加えることによ

り、バイメタルのロッド状粒子が合成できた。 

次に、光学顕微鏡下で超音波を照射するシステムをつ

くり、水に分散させた白金複合化銀ナノロッド粒子スラ

リーを添加し、さらに過酸化水素水溶液を加えて上下を

ガラス板で覆った。また、観察口に高速ビデオカメラを

取り付けることにより粒子の動きを録画した。その結果、

周波数50kHz にて超音波照射したところ、粒子は進行

波による一定方向に移動するものも見られるが、数十ミ

クロンの半径で円状に移動する粒子や数十µm/秒の速さ

で直線的に進行する粒子が見られた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超音波、モーター、キャビテーション、

バイメタル 

 

［研 究 題 目］傷形状の復元アルゴリズム統合による磁

気計測探傷法の新展開 

［研究代表者］笹本 明（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］笹本 明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

非破壊検査機器には磁場計測を利用するものがあるが、

従来機器は空間1次元量の計測によるものが大半である。

これに代えて近年開発された3次元磁気センサによって3

方向の磁場データを取得し、復元アルゴリズムにより傷

形状を高い確度で推定する研究を行っている。本年度は、

前年度に完成した3次元 AMR 磁気センサを用いたプロ

ーブを、スリット傷の入った平板試料を漏洩磁束法に用

いることで表面近傍の3次元磁気ベクトル場を計測した。

計測データは傷近傍での3成分それぞれの特徴を明瞭に

示し、弱くではあるが磁場が傷中心方向に向かうという

興味深い現象も確認された。また一方で、いったん強い

磁場を加えると以後はセンサからの計測出力が現実の磁

場を反映しない値を示してしまう問題が確認され、課題

として残された。漏洩磁束のモデルの積分表現での妥当

な定式化の検討に関連して、前年に引き続き2次元領域

におけるラプラス方程式から導かれる境界積分方程式に

関する議論を海外の研究者と検討し、特異積分方程式を

用いる解法によって内部にクラックを有する問題に関す

る電位差法の数値解を実行した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］非破壊検査、磁気探傷、3次元磁場セン

シング、境界積分方程式 

 
［研 究 題 目］有機官能基秩序配列を有したペプチド薄

膜上での無機結晶析出の解析とその応用 

［研究代表者］加藤 且也 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 且也、永田 夫久江、中村 仁美 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

バイオミネラリゼーションは常温常圧下において特異

な無機構造体を構築する高効率プロセスであり、工学的

応用が期待されている。そのメカニズムとして、結晶核

形成の起点となる有機鎖官能基の種類や空間的配置が結

晶形態に影響を及ぼすと考えられている。平成25年度

は、ペプチドナノファイバー表面における二酸化チタン

のミネラリゼーションを行った。今回、ペプチドは疎水

性のロイシン（L）、バリン（V）を交互に配し C 末端

側にポリエチレングリコール（PEG）を配した（LK)8-

PEG70を用いた。このペプチドは溶液中でβ-シート構造

由来のナノファイバーを形成する。このペプチドナノフ

ァイバーとチタン前駆体を水溶液中で混合し、ミネラリ

ゼーションを行い、析出物の評価を行った。 

0.2mg/mL のペプチド水溶液（pH11）1mL に50mM
の Titanium bis（ammonium lactato）dihydroxide 水

溶液100µL を加え70oC、24時間攪拌した。その後、遠

心分離で洗浄し、凍結乾燥させてサンプルを得た。 

析出物の SEM 画像から、（LK)8-PEG70系では、3次

元のナノファイバー構造であったのに対し、K10系では、

バルク状の析出物が観察された。これらのモルフォロジ

ーが有機物の形状に影響したいわゆる「テンプレート効

果」によるものか確認するために、円偏光二色性スペク

トル（CD）を測定した。pH11では、(LK)8-PEG70はβ 

-シート構造のナノファイバーであったのに対し、K10は

ランダムコイル構造であったため、有機物のテンプレー
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ト効果が示された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］無機結晶、ペプチド、自己組織化、配向

性、結晶成長、リン酸カルシウム 

 

［研 究 題 目］表面化学修飾法による核磁気共鳴画像用

ガドリニウム担持ナノダイヤモンド粒子

の作製 
［研究代表者］中村 挙子 

（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］中村 挙子、大花 継頼 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
表面化学修飾法を利用することにより、生体親和性・

化学安定性等の高機能を有するナノダイヤモンド

（ND）粒子の特性を利用した、核磁気共鳴画像法

（MRI）新規造影剤適用を目指したガドリニウム

（Gd）担持ナノダイヤモンド粒子作製法の開発を目的

とする。 
当該年度においては、前年度に作製手法について検討

を行った Gd 担持 ND 粒子について作製のスケールアッ

プ実験を行うとともに、分散性評価および分散試料を用

いた MRI 撮像について検討した。 
Gd 担持 ND 粒子作製については、各プロセスにおけ

るスケールアップの検討を行い、最終的に MRI 撮像実

験用試料量を確保することに成功した。 
Gd 担持 ND 粒子について、水分散液のゼータ電位

pH 依存性を測定することにより、各プロセスにおける

表面化学修飾に関する確認を行った。基材である ND
粒子は pH2-11の範囲において+33〜-7mV の電位が観

測され、表面上に多数の水酸基が存在することが再度確

認された。ジエチレントリアミン五酢酸（DTPA）修飾

ND 粒子については、ND 粒子表面の水酸基と DTPA
分子が化学結合されることにより、酸性 pH においてゼ

ータ電位低下の現象が確認された。さらに Gd 担持

DTPA 修飾 ND 粒子については、Gd イオン担持のため

にゼータ電位が増加した。 
本 ND 粒子について MRI 撮像のコントラストを観察

するため、1.5 T MRI 装置による Gd-DTPA-ND 分散液

（0.1w/v %リン酸バッファー溶液および注射用水）の

T1強調画像を撮影した。未処理 ND 分散液と比較して

Gd-DTPA-ND 分散液が高い信号強度を示したことから、

高い造影剤能を有することが明らかとなった。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ダイヤモンド粒子、表面化学修飾、ガド

リニウム、核磁気共鳴画像 
 
［研 究 題 目］熱音響システムの高効率化のためのハニ

カムセラミックスの検討 

［研究代表者］小塚 晃透 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］小塚 晃透、安井 久一 

（常勤職員2名） 

［研究内容］ 

熱音響システムは、熱（温度差）と音響（気体媒質の

振動）のエネルギ変換システムである。定在波音場中に

多数の微細孔を有する熱音響変換素子を設置すると、音

波により圧縮・膨張する気体媒質と微細孔の壁面との間

で熱交換が行われ、熱の移動を行うことが可能である。

本研究では、キーデバイスである熱音響変換素子に関す

る研究を行っている。これまで市販のハニカムセラミッ

クスを用いてきたが、微細孔の形状、壁厚等の選択肢が

少ない。そこで、本年度は、3D プリンタを用いて各種

形状の熱音響変換素子を作製することを試みた。 

本研究で用いた3D プリンタは、溶解積層成型方式

（FDM 方式：溶解した樹脂を細いノズルから放出して

積層する方式）であり、最薄で0.5mm 程度の壁を構築

することが可能である。熱音響変換においては、壁の表

面積が大きいことが熱交換に寄与すると考えられ、また、

音波を遮らないように壁は薄く、開口率が大きい方が良

いと考えられる。壁厚0.5mm、開口率66%程度の条件下

では、ハニカム形状よりもスリット形状にすることで表

面積を確保できる。そこで、各種間隔のスリット形状の

素子（壁厚 0.5mm、間隔を 0.5mm～ 3.0mm まで

0.5mm 毎に変化）を作製して、前年度に構築した定在

波音場を形成する実験装置に組み込み、素子の両端に現

れる温度差を評価する実験を試みた。その結果、間隔

1.0mm の素子において最大の温度差が得られ、1mm
から離れると共に温度差が低くなるという結果を得た。

3.0mm～1.0mm においては間隔が狭い方がより表面積

が大きく効率的に行われるが、間隔0.5mm では音波の

伝搬が遮られることによる影響が現れると考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］熱音響、超音波、熱エネルギ、ハニカム

セラミックス 

 
［研 究 題 目］事例とシナリオモデリングに基づく持続

可能ビジネス設計・立案支援手法 

［研究代表者］近藤 伸亮 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］近藤 伸亮、高本 仁志、松本 光崇 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、持続可能な社会に向けた動きを企業

のビジネスモデルや、生活者のライフスタイルとして協

調的に設計するための方法論および支援システムを構築

することである。その方法として、様々な事業分野にお

いて共通して生起するエコビジネス構築の障害や、それ

らに共通する問題構造、解決方法を「パターン」として

整理し、パターンおよびパターンの使い方を様々な関係
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者間で「言語」のように共有することで、エコビジネス

を協調して設計できるようにする「パターン言語」とい

う考え方を採用する。 

本年度は、国内を中心に持続可能ビジネスの事例収

集・文献調査を行い、持続可能ビジネス設計のための必

要条件を通常のビジネス設計手法と比較、対照して整理

することを試みた。この結果、持続可能ビジネス設計に

は当該ビジネスに直接関与するステークホルダ（SH）

のみではなく、間接的に利益または被害を被る他の関連

SH や社会影響を考慮すること、即ち「外部性」を考慮

することが極めて重要で、この点において既存ビジネス

設計と異なることが明らかとなった。これを支援するた

めには、持続可能ビジネス事例に加え、外部性をモデル

化する手法を整理し、これらのモデルを用い外部性に起

因する様々な問題やそれを解決する手法群と事例を関連

付けた統合的な設計支援システムの開発が必要となる。

この目的のもと、(1)持続可能ビジネス設計課題におい

て生じる外部性の列挙・分類、(2)それぞれの外部性を

表現可能なアスペクトモデルの収集、(3)アスペクトモ

デルを統合的に用いた設計支援手法の開発を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］エコビジネス、設計支援、事例ベース推

論、パターン言語 

 

［研 究 題 目］複合機能性デバイスの開発 

［研究代表者］佐藤 宏司 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］佐藤 宏司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 形状記憶合金は変形させたものを温めると元の形状を

記憶していたかのように回復する形状記憶効果と，変形

を加えてもゴムのように伸びて回復する超弾性効果を持

っている｡一方で機能性セラミックス材料は機械エネル

ギーと電気エネルギーを変換する圧電効果，熱エネルギ

ーを電気エネルギーに変換する焦電効果を持っている。

この2つの機能性材料は材料自体が合金とセラミックス

と異なっており，また性能自体も全く異なった材料であ

るため，個々の材料に関する研究は基礎研究から応用研

究まで幅広く国内外で盛んに行なわれているが，現在こ

れらの機能を融合させた領域での研究はほとんど行われ

ていないのが実情である。 

 本研究ではこれらの2つの機能性材料を融合した新た

な複合機能性材料の研究を行った。2つの機能性材料を

融合させる方法として水熱合成法を用いて、形状記憶合

金表面への PZT 薄膜の直接製膜に成功し、それぞれの

機能を融合した新しい複合機能性デバイスの試作し、圧

電効果、焦電効果、形状記憶効果、超弾性効果のそれぞ

れの効果が連成して起こることを示し、複数の機能を利

用したセンサアクチュエータシステムを作製した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］圧電材料、形状記憶合金、スマートスト

ラクチャ 

 

［研 究 題 目］鉄系表面における高機能コーティング技

術の開発 

［研究代表者］中野 美紀 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］中野 美紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

鉄系材料は、代表的な金属材料の一つであり、様々な

工業製品や建築資材などに使用されている。鉄系材料の

機械部品の潤滑剤としては、主に潤滑油やグリースが用

いられているが、潤滑油を使用できない部品もあり、そ

の場合には、潤滑性皮膜などのコーティングが用いられ

ている。この潤滑性皮膜の低コスト化、および高機能化

が実現すれば、その波及効果は大きい。当研究グループ

では、有機分子の自己組織化膜の潤滑膜への可能性を検

討してきており、分子種の選定により、潤滑特性を向上

できることを報告してきた。本研究では、自己組織化膜

の潤滑膜への適用を鉄系基板上に応用し、高機能付与コ

ーティング技術の開発を目指すものである。用いる分子

種の構造を検討し、純水中での耐食性と分子種の関係に

ついて調べた。その結果、分子鎖の短いものに関しては、

純水中での浸漬により錆が発生し、分子修飾の効果が得

られないことがわかった。一方、分子鎖が長い分子に関

しては、純水の浸漬による錆の発生が抑制された。さら

に、X 線光電子分光装置で表面分析を行った結果、フッ

素を含む分子を用いた方が、表面修飾分子の脱離が抑制

できることがわかった。以上から、分子種の選定により、

分子修飾による耐食性の付与が可能であることが示唆さ

れた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］鉄、コーティング、自己組織化、耐熱、

耐食 

 

［研 究 題 目］化学溶液法における紫外レーザー照射時

のナノ秒温度計測に基づく光結晶成長機

構の解明 

［研究代表者］篠田 健太郎 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］篠田 健太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
塗布光照射法では、紫外パルスレーザー照射時の数十

ナノ秒程度のごく短時間における表面温度上昇が酸化物

薄膜の低温合成に極めて重要な役割を果たすことが数値

計算によりわかってきたが、電子顕微鏡断面観察による

結晶成長領域との整合がとれないなど、光結晶成長機構

には未解明な点があり、表面温度のナノ秒スケールでの

実測が望まれてきた。そのような背景下、本年度は、前

年度に開発した紫外パルスレーザー照射時の試料表面か
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らの放射光検出装置を用いて、酸化インジウムスズ薄膜

を系統的に調査したところ、得られた放射光プロファイ

ルに溶融凝固時の潜熱発生を捉えていると考えられるプ

ラトー領域が存在することがわかった。このプラトー領

域を温度校正に利用することで、放射光強度を温度に換

算することが可能となった。得られた最大到達温度と温

度変化プロファイルは数値計算とも相関が取れており、

本計測手法により紫外パルスレーザー照射時の酸化物薄

膜表面温度プロファイルをナノ秒で計測することが可能

となった。エキシマレーザープロセスでは、レーザー強

度に応じて、光アニール、溶融・凝固、アブレーション

の3つの領域を利用することが可能であり、エキシマレ

ーザープロセスにより酸化物薄膜の作製からパターンの

加工までを一貫して行うことができる。本計測手法の開

発により、それらの領域を系統的にモニタリングするこ

とが可能であり、プリンタブルエレクトロニクスへの応

用など今後の展開も期待できる他、ナノ秒放射温度計と

いう超高速温度計測の観点からも意義がある。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］塗布光照射法、ELAMOD、その場計測、

エキシマレーザー、酸化物薄膜、プロ

セスモニタリング、透明導電膜、ペロ

ブスカイト酸化物 
 

［研 究 題 目］配向酸化物薄膜／構造体の高オンデマ

ンド作製手法の開発 

［研究代表者］中島 智彦 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］中島 智彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

化学溶液法と光照射を用いた高オンデマンドプロセス

（光 MOD 法）で、様々な基板上に種々の酸化物材料を

配向成長させる新規手法の開発に取り組む。配向成長に

よる酸化物薄膜/構造体材料の電気伝導性・誘電特性の

大幅な向上を目指し、配向成長させた半導体光電極の特

性向上など、配向シード層の新たな用途探索も含めた研

究展開を行う。 

研究計画： 

1. ペロブスカイト型酸化物シード層の高機能化のた

め、a)表面平滑化、b)面内粒子サイズ増大を目指した

製膜条件最適化を行い、伝導体・誘電体膜を上部に形成

してその効果を評価する。2. 多様な配向シード層の開

発：2次元性固体中心にシード層候補物質を探索する。3. 

配向光電極の形成について、単結晶基板及び得られる配

向シード層を用いて配向特性と光電極特性の相関を検討

し、光電極特性の向上を図る。 

研究進捗状況： 

ペロブスカイト型酸化物電極材料の高度化のため、導

電性ペロブスカイト型マンガン酸化物薄膜を配向・無配

向成長させ、粒径と伝導性の影響について調べ、配向特

性が伝導性へ与える影響を検討した。また、蛍光体膜の

一軸配向にも成功し、高輝度発光デバイスの作製を試み

ている。さらに、層状ペロブスカイト型構造の直立配向

に成功し、非常に高い伝導特性を得た。また、酸化タン

グステン関連材料の配向に成功し、配向成長が光電極特

性を向上させることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］薄膜成長、配向制御、セラミックス、ペ

ロブスカイト型酸化物、導電体、光電

極 
 

［研 究 題 目］リン酸塩ガラス電解質燃料電池の高性能

化開発 
［研究代表者］鷲見 裕史 

（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］鷲見 裕史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

Pt 触媒使用量低減や加湿システム簡略化等の観点か

ら、従来の固体高分子形燃料電池（PEFC）よりも高い

150℃以上の中温で作動する燃料電池の開発が望まれて

いる。本研究では、プロトン伝導性を示す無機リン酸塩

ガラスに着目し、燃料電池電解質として用いた時の高性

能化に向けた基礎的検討を行った。 

リン酸塩ガラスの構造はリン酸濃度や添加物組成によ

って変化するが、合成温度等の作製条件によってもガラ

ス内のプロトン濃度や含水量が変化し、プロトン導電率

に大きな影響を及ぼす。今年度は、カールフィッシャー

水分計や FT-IR、固体 NMR 等を用いて、合成後のガ

ラス内のプロトン濃度や含水量の定量化を試みた。カー

ルフィッシャー水分計にて評価した800℃、1,000℃で合

成した仕込み組成30mol%ZnO-70mol%P2O5ガラスの含

水率は、それぞれ24.4mol%、5.6mol%であった。また、

800℃、1,000℃で合成した上記組成ガラスの透過法によ

る FT-IR では、3,400cm-1付近と2,800cm-1付近に吸収

ピークが観測され、後者はほぼ同じ吸収率であったのに

対して、前者は800℃で合成したガラスにおいて吸収率

が大きくなった。これは、合成温度を低くするほど可動

プロトン濃度が高くなることを示唆しており、実際にこ

のガラスを水素－酸素燃料電池の電解質として用いたと

ころ、250℃において0.4mW/cm2の出力が得られた。

今後は、電解質－電極一体型 MEA の作製技術を確立し、

リン酸塩ガラス電解質燃料電池の更なる向上を図る。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］燃料電池、エネルギー効率化、電気化学、

プロトン伝導、ガラス 
 
［研 究 題 目］ポストゲノム解析による感染体ー宿主ネ

ットワーク  

［研究代表者］夏目 徹（創薬分子プロファイリング研
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究センター） 

［研究担当者］夏目 徹（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 生体を構成する個々の細胞には十数万種類のタンパク

質が存在する。それらのタンパク質は、単独で機能する

のではなく、常にグループ・組織を形成し、生体システ

ムを構成する。ウイルスの感染・侵入から、感染性ゲノ

ムの複製、ゲノム因子の翻訳と、ウイルス粒子へのパッ

ケージング、そして放出に至るまで、そこには、多くの

宿主因子間相互作用と、ウイルス因子間の相互作用、そ

して、宿主因子とウイルス因子との相互作用が存在し、

大きな感染体－宿主ネットワークを形成している。 

 本研究では、網羅的でシステマティックな方法により、

このような感染体・宿主ネットワークを捉え、ウイルス

の複製と病原性発現機構の理解を深化させ、予防・治療

薬の新規ターゲットを同定することを目的とする。 

 平成25年度は、ウイルス因子と宿主因子のタンパク質

間相互作用ネットワークを明らかとするために、昨年度

までに決定したウイルス側の因子であるインフルエンザ

ウイルスの Nonstructural protein NS1（NS1）の相互

作用因子について、LC-MS/MS により更なるネットワ

ーク解析を行った。その結果、いくつかの相互作用因子

は複合体として機能していることが明らかとなり、ネッ

トワーク解析から機能の推定を行うことができた。さら

にインフルエンザ感染時に変化する宿主側タンパク質に

ついて質量分析計による定量法である MRM 法を用い

ることによりタンパク質量の絶対定量を行った。測定候

補タンパク質として主要な代謝酵素74種類を選択した。

解析の結果、インフルエンザ感染によって測定したほぼ

すべての代謝酵素の発現量が低下しており、その中でも

いくつかの酵素については30%以上の減少が認められ何

らかの制御機構の存在が示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ウイルス因子、宿主因子、タンパク質相

互作用、LC-MSMS、NS1、絶対定量 

 
［研 究 題 目］X 線結晶構造解析・核磁気共鳴法の融合

によるキナーゼ複合体の動的立体構造解

析 

［研究代表者］竹内 恒（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］竹内 恒（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

リン酸基転移酵素（キナーゼ）が、シグナリング複合

体を一過的に形成し、特異的かつ効率的な情報伝達を可

能にする精緻な分子機構を、高精度の複合体構造解析

（X 線結晶構造解析）と複合体の保持する構造平衡を同

時に捉える動的立体構造解析（溶液 NMR 法）を組み合

わせることで明らかにする。また明らかになったシグナ

ル伝達機構を合理的変異導入により検証する。本研究で

確立する解析手法は、一過的に形成される多くの細胞内

複合体に適用可能であり、シグナリング複合体の機能発

現メカニズムの解明に広く資すると考える。PI5P4K は、

インスリンシグナル伝達において重要な役割を果たす代

謝制御タンパク質である。研究代表者と協力者は、

PI5P4Kβが細胞のがん化を促進する因子であること、

PI5P4Kβが GTP を補酵素として用いる特異な特徴を

有することを見出し、細胞内の GTP 濃度が PI5P4Kβ

を介してインスリンシグナルや細胞増殖を制御する新た

な調節機構を提唱している。この PI5P4Kβの GTP に

よるシグナル制御機構を立体構造に基づき理解するため、

human PI5P4Kβと GTP/ATP 非加水分解性アナログ、 

GDP/ADP, GMP/AMP との複合体の立体構造解析を行

った。apo 結晶に対する補酵素のソーキング・結晶凍結

条件の最適化を行った結果、apo を含むすべての条件で、

2.2-2.7Å 分解能の複合体構造を得ることに成功した。

また GXP 複合体と AXP 複合体の立体構造を比較する

ことで、GTP 認識様式を明らかにすることが出来た。

さらに提唱した GTP 認識メカニズムに基づき変異体を

作成し、GTP および ATP 結合能、酵素活性を NMR 実

験により解析することで、結合部位に存在する各残基の

結合活性への寄与を明らかにした。GTP 特異性を決定

する責任残基への変異を施した PI5P4Kβを PI5P4Kβ

ノックダウン細胞に再導入したところ、PI5P4Kβの

GTP 特異性が細胞増殖に寄与していることが明確とな

った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］キナーゼ、立体構造、PI5P4K 
 
［研 究 題 目］小胞体レドックスネットワークを中心と

する小胞体品質管理機構の解析  

［研究代表者］新木 和孝（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］新木 和孝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

タンパク質は正しく合成され、正しい構造をとって初

めて本来の機能を発揮する。それにはタンパク質の構造

形成を助ける種々の分子シャペロン、小胞体においては

翻訳後修飾にかかわるレドックス因子や糖鎖修飾酵素な

どが重要な働きをし、その構造形成を助けている。一旦

正しい機能を獲得したタンパク質も、種々のストレスに

よって変性したり、遺伝的変異によってどうしても正し

い構造をとれないタンパク質も発生している。このよう

な不良タンパク質は、単に機能を持たないだけでなく、

細胞毒性によって細胞死を誘導し、アルツハイマー病や

パーキンソン病のような種々の神経変性疾患の原因とも

なっている。本研究ではこのような疾患原因ともなり得

る、生体内レドックス因子の機能と制御機構の解明をも

とにして、生体内の健全な恒常性を維持するための創薬

開発基盤を構築することを目標にしている。そのために
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現在、タンパク質のレドックス恒常性状態を定量する基

盤技術を構築中であり、代表的翻訳後修飾であるリン酸

化修飾の検出と同様に、汎用性の高い技術として開発し

つつある。また、小胞体レドックス関連因子 20種類を

対象として、これらの相互作用因子群とのネットワーク

構造、ならびに小胞体レドックス制御カスケード機構に

関係するネットワーク構造の探索を行ない、その制御骨

子の一端を明らかした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質相互作用、絶対定量、レドッ

クス、小胞体、品質管理 

 
［研 究 題 目］C 型慢性肝炎治療成績の向上と肝発癌阻

止を目指した分子基盤の確立 

［研究代表者］堀本 勝久（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］堀本 勝久（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 グラフィカルモデルに基づく統計的なネットワーク解

析手法を肝硬変及び肝がん細胞において計測されたデー

タについて適用し、肝がん進展の要因となるネットワー

ク候補群を同定することで、疾患機序の解明のための実

験支援を行うことを目的とした。そのために、グラフィ

カルモデルに基づくネットワーク推定法を肝がんについ

て計測されたデータに適用し、遺伝子間の関連性をグラ

フ表現する。既開発のグラフィカルモデルに基づくネッ

トワーク推定法により、肝硬変及び肝がん細胞において

計測されたデータに適用し進展要因遺伝子ネットワーク

群候補を同定した。具体的な要因遺伝子ネットワーク候

補の推定により、推定結果の実験的検証が可能となり、

より具体的な実験支援が実現できた。 

今後、グラフィカル連鎖モデルに基づく統計的なネッ

トワーク解析手法を、ネットワーク表現に部分について

改良し、肝がん進展の要因となるネットワーク候補群を

可視化することで、疾患機序の解明のための実験支援を

実施する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］疾患ネットワーク、遺伝子発現制御、細

胞状態変化 

 
［研 究 題 目］ウイルス感染現象における宿主細胞コン

ピテンシーの分子基盤 

［研究代表者］夏目 徹（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］夏目 徹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、病原性発現に帰結する宿主特異的な

ウイルス複製と細胞内防御メカニズムとの拮抗の分子基

盤を理解することである。ウイルスは自然宿主の中では、

感染現象と細胞内防御系を含む生命プロセスが折り合っ

た状態であると考えられ、高い病原性は示さず感染サイ

クルを繰り返しながら存続する。一方、疾患に繋がる感

染を起こす宿主では、この均衡がウイルス側に偏ること

で高い病原性が発現すると考えられる。本研究領域では、

これらの結果に繋がる細胞の特性を「宿主細胞コンピテ

ンシー」と言う概念で捉え、その特性の分子基盤を明ら

かにし、ウイルスが宿主を選択し、また宿主に適合した

メカニズムを明らかにする。 

 本研究組織は、7つの計画研究班と計画研究のすべて

の代表者および分担者で構成される総括班から成り、総

括班は有機的な研究連携を促進するという重要な役割を

持つ。 

 平成25年度は、得られた研究成果を共有するために定

期的な領域会議を開催すると同時に、若手研究者の共同

研究を推進するために 第1回感染コンピテンシー若手研

究会および第10回ウイルス学キャンプを開催した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ウィルス、宿主、宿主細胞コンピテンシ

ー、分子基盤 

 
［研 究 題 目］シリア・中心体系による生体情報フロー

の制御 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］五島 直樹、鍵和田 晴美、 

福田 枝里子（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 計画班としてシリア・中心体系による生体情報フロー

の制御の解明に参加している。シリア・中心体系を経由

した細胞内外からの情報のフローが、細胞周期チェック

ポイントをどのように制御しているのかは、細胞生物

学・発生生物学における根本的命題であるが、現時点で

はその詳細は不明である。多細胞生物において、細胞は、

内部環境（中心体など）から発生する情報と一次シリア

や細胞間接着装置などを介して得た外部環境からの情報

を統合して、その細胞周期チェックポイントを制御し、

秩序だった増殖と分化を行い、巧みに組織や器官を形

成・維持していると考えられる。特に、組織幹細胞にお

いて、このシリア・中心体系を経由した細胞内外からの

情報のフローが、細胞周期チェックポイントをどのよう

に制御しているのかは、細胞生物学・発生生物学におけ

る根本的命題であるが、現時点ではその詳細は不明であ

る。我々の網羅的なヒト蛋白質発現リソース、発現蛋白

質、細胞内局在情報を本領域の各チームと協力して活用

し、プロテオミクスサポートセンターとして有機的連携

を図り、研究を円滑に進める。 

 シリア・中心体系の制御に重要なトリコプレインの分

解制御を明らかにするため、E3リガーゼを約1000種類

搭載した E3リガーゼプロテインマイクロアレイを作製

し、トリコプレイン及びその類縁蛋白質群に対する E3
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リガーゼを結合特異性を基に探索した。また、約1000種

類の E3リガーゼを蛋白質合成し、トリコプレイン及び

その類縁蛋白質群に対する結合特異性をビアコア A100

を用いた SPR 法によって測定した。探索した E3リガー

ゼを細胞内で過剰発現および siRNA でのノックアウト

実験を行い、トリコプレイン等の細胞内蓄積を調べ、イ

ンビボにおける分解系としての検証を行った。 

(1) 中心体・一次シリアからのシグナルによる細胞周期

制御機構の解明： 

 我々が同定した一次シリア制御因子であるトリコプ

レイン及びその類縁蛋白質群の網羅的解析を通して、

中心体・一次シリアによる細胞周期チェックポイント

制御機構の解析している。これまでに、一次シリア形

成が誘発される際に、トリコプレインがポリユビキチ

ン化依存的に分解され、中心小体より消失することを

見出した。ユビキチン化されないトリコプレイン変異

体（K50/57R）を発現する細胞や、プロテアソーム阻

害剤を処理した細胞では、一次シリアが形成されない

ことから、ユビキチン・プロテアソーム系によるトリ

コプレインの分解が一次シリア形成に必要不可欠であ

ることを証明した。さらに、研究分担者の五島と共同

で、プロテインアレイと siRNA 法を組み合わせた網

羅的な E3リガーゼスクリーニングを行い、トリコプ

レインをポリユビキチン化する E3リガーゼとして

KCTD17を同定した。さらに、KCTD17を介したトリ

コプレインのポリユビキチン化は、プロテアソーム依

存的な分解を引き起こすこと、さらに、この一連のシ

グナルが一次シリアの形成に必要不可欠であることも

明らかにした。一方、トリコプレインのもつ TPHD
ドメインを有する81分子について hTERT-RPE-1細胞

において siRNA スクリーニングを行い、4分子が一

次シリア形成を抑制することを見出し、それらの1つ

である Ndel1について詳細な検討を行っている。また、

Aurora-A キナーゼと相互作用する分子の探索を行い、

これらの中で Aurora-A の高い活性化能が認められた

CCDC78に着目し、その機能解析を行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］シリア・中心体系、トリコプレイン、 

E3リガーゼ、ユビキチン化、タンパク

質分解 

 
［研 究 題 目］摂食障害のプロテインアクティブアレイ

を用いた網羅的自己抗体スクリーニング 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］五島 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 摂食障害（Eating Disorders, ED）は食行動の重篤な

障害を特徴とし神経性食欲不振症（anorexia nervosa, 
AN）と神経性過食症（bulimia nervosa, BN）、特定不

能の摂食障害（EDNOS）に分類される。AN の特徴は

食事制限、絶食、過剰な運動、排出行動（自己誘発性嘔

吐、下剤等の濫用）により正常体重の最低限の維持を拒

否することである。BN はむちゃ喰いと体重増加を防ぐ

ための代償行動（絶食、過剰な運動、排出行動）を繰り

返し著しい低体重は示さない。両者はやせ願望や肥満恐

怖、自己評価が体型や体重の影響を過剰に受ける等の臨

床像を共有する。思春期・青年期の女性に多く発症する。

女子高校生の2002年の調査で AN0.2%、BN2.2%、

EDNOS9.1%とされ ED は一般的な疾患である。近年、

精神・神経疾患に関連する可能性のある自己抗体の存在

が相次いで報告されている。ED においても AN および

BN 患 者 に お い て 、 血 清 中 に alpha-melanocyte-
stimulating hormone（alpha -MSH）、ACTH、LHRH
に対する自己抗体が健常者に比較して高頻度にみられる

こと（Fetissov SO et al. Proc Natl Acad Sci USA 
99:17155, 2002）、alpha -MSH や adrenocorticotropic 
hormone（ACTH）、oxytocin, vasopressin に対する自

己抗体のレベルが健常者の ED に関連する心理行動特性

と相関すること（Fetissov SO et al. Proc Natl Acad Sci 
USA 102: 14865, 2005）が報告された。 

 約2万種類のヒト抗原タンパク質が搭載されたプロテ

インアクティブアレイを用いて、摂食障害患者血清中の

自己抗体の同定を行い、摂食障害患者血清中の自己抗体

と良く反応する180種類の抗原タンパク質が搭載された

F-PAA（Focused-Protein Active Array）を作製した。

そして、この F-PAA を用いて、摂食障害患者（90例）

について自己抗体の探索を行った。その結果、神経性食

欲不振症の ANB では、他の症例に比べて自己抗体が少

ない傾向にあった。また、ANR で SOX5、ACVR2A の

自己抗体が特異的に検出された。 

 更に詳細解析を行った結果、以下の成果が得られた。 

１）独立血清サンプルでの自己抗体の確認 

 AN の独立サンプルで陽性でかつ健常者で陰性であ

った抗原数は47であり陽性率は32%～2%であった。

陽性率上位の抗原タンパクは細胞内輸送、G 蛋白質

シグナル伝達調節、消化管機能や食欲の調節、神経内

分泌系のストレス反応に関与する蛋白やペプチドが含

まれていた。 

２）Gene Set 解析 

 どのような機能カテゴリーに含まれる遺伝子が、F-
PAA でポジティブな抗原遺伝子として検出される傾

向にあるかを調べるため、AN 患者に陽性で健常者に

陰性であった47抗原の中で遺伝子のアノテーション情

報が Entrez に登録されている遺伝子名と一致した44

遺伝子を用いて Gene Set 解析を実施した。解析対象

Gene Set は MsigDB （ Molecular Signatures 
Database）に登録されている C2, C5カテゴリーの

ORGANISM が“Homo sapience”である Gene Set
（全遺伝子数：20710）を用いた。FPAA 搭載遺伝子
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数に対するポジティブ遺伝子の数が有意に高い Gene 
Set が存在しているかを調べるため、超幾何分布を用

いた解析を行った。Gene Set 解析の結果、AN 患者

の独立サンプルでポジティブであった抗原遺伝子は

1）Hormone_Actvity、2)ReactomePepitde_Ligand_ 
Binding_Receptors,、3)Cell_Fraction、4)Receptor 
_Binding 、 5)Reactome_GPCR_ Ligand_Binding 
（以上 P<0.05） 、6) Soluble_Fraction（P<0.1）の

Gene Set に有意に多く含まれていた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］摂食障害、神経性食欲不振症、神経性過

食症、自己抗体、プロテインアクティブ

アレイ、高次神経系 

 
［研 究 題 目］タンパク質間相互作用部位をターゲット

とした新規バイオ医薬品の開発  

［研究代表者］広川 貴次（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］広川 貴次（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

複合体を構成するリソソーム酵素群の遺伝子変異によ

る複合酵素欠損が原因で、基質の過剰蓄積と中枢症状を

伴って発症するリソソーム病の新規治療薬を開発する目

的で、酵素タンパク質間相互作用部位をターゲットとし、

X 線結晶構造や患者で同定されたミスセンス変異の位置

情報に基き、分子科学計算・シミュレーションにより、

1) 複合体形成非依存に単独でも酵素機能を発揮できる

自立型酵素（Self-dependent enzyme）の分子デザイン、

2) 相互作用部位に結合可能な低分子化合物（Allosteric 
chaperone）の in silico スクリーニング、3) 組換えカ

イコ絹糸腺における遺伝子発現特性を活用したリソソー

ム酵素複合体及び自立型酵素の大量発現と構造生物学的

研究を行うとともに、4)新規に樹立する酵素欠損症患者

由来 iPS 細胞から分化誘導した培養細胞を用いた治療

効果の評価システムを構築し、従来治療法が無かった神

経難病に対する新規の自立型酵素補充療法やアロステリ

ックシャペロンを用いる酵素増強療法を開発する。平成

25年度では、ヒトノイラミニダーゼ2を分子標的として、

構造安定化を引き起こすシアスタチン B の結合モデル

と pH 依存性を分子科学計算で予測した。成果は、論文

として投稿済である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質－化合物複合体予測、薬物分

子シミュレーション 

 
［研 究 題 目］中心体・一次シリアと細胞周期 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 

［研究担当者］五島 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 総括班として中心体・一次シリアと細胞周期について

研究を推進している。中心体は、細胞分裂期において染

色体の分離・分配を制御し、静止期にある細胞では一次

シリアの基底小体として働くことが知られている。多細

胞生物において、細胞は、内部環境（中心体など）から

発生する情報と一次シリアや細胞間接着装置などを介し

て得た外部環境からの情報を統合して、その細胞周期チ

ェックポイントを制御し、秩序だった増殖と分化を行い、

巧みに組織や器官を形成・維持していると考えられる。

特に、組織幹細胞において、このシリア・中心体系を経

由した細胞内外からの情報のフローが、細胞周期チェッ

クポイントをどのように制御しているのかは、細胞生物

学・発生生物学における根本的命題であるが、現時点で

はその詳細は不明である。本研究では、網羅的なヒト蛋

白質発現リソースを構築し、インビボ及びインビトロで

の蛋白質の発現および複合体形成の解析、網羅的な蛋白

質の細胞内局在情報の解析を行い、トリコプレイン及び

その類縁蛋白質群と中心体構成蛋白質群のプロテオミク

ス研究を行う。 

 我々の構築した世界最大のヒト蛋白質発現リソース、

ハイスループット蛋白質合成技術、プロテインアクティ

ブアレイの特徴を生かし、プロテオームワイドなシリア

-中心体系の解析研究を行った。シリア形成の制御に重

要な機能を持つトリコプレインは、Trichohyalin/ 
Plectin Homology Domain（TPHD）ドメインをもつこ

とから、TPHD 様の構造を有する97個の蛋白質群を同

定した。これら97個の TPHD 蛋白質を培養細胞で強制

発現してそれらの局在を確認した。次に、これら候補蛋

白質の siRNAi によるノックダウン実験を行い、シリア

形成に関連する因子の特定を行った。 

 

トリコプレイン類縁蛋白質の網羅的機能解析 

(a) TPHD ドメインをもつ中心体局在蛋白質群の解析 

 今回、トリコプレインのもつ TPHD ドメインを有

する81分子について hTERT-RPE-1細胞における

siRNA スクリーニングを行った。その結果、4分子が

一次シリア形成を抑制することが示唆された。それら

の1つである Ndel1は中心体蛋白質で、神経発生や細

胞分裂など様々な現象への関与が知られおり、Ndel1
のノックアウトマウスは初期胚致死であることが報告

されている。増殖中の RPE-1細胞において Ndel1を
siRNA によりノックダウンしたところ、48時間後に

約40%の細胞が一次シリアを形成し、G0期での細胞

周期停止がみられた。IFT20とのダブルノックダウン

実験により、この細胞増殖の停止は一次シリア依存的

であることが示唆された。また、血清飢餓により一次

シリアを形成し細胞増殖が停止した細胞に血清を加え

たところ、Ndel1をノックダウンした細胞では細胞周

期への再進入が見られなかった。Ndel1は中心体の

sub-distal appendage に局在し、その局在は Odf2依
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存的であった。また、血清飢餓による一次シリア形成

時には局在の変化は見られなかった。さらに共同研究

者の A03計画班の広常（阪市大）らにより、Ndel1の
hypomorphic mutant マウスの腎臓では、生後0日齢

において尿細管の一次シリアが野生型と比べ長く、若

干の細胞増殖の低下がみられることが明らかとなった。

以上より、Ndel1の欠損は一次シリアの形成を引き起

こし、細胞増殖を阻害することが示唆された。 

(b) coiled-coil domain（CCD）をもつ中心体局在蛋白

質群の解析 

 Aurora-A キナーゼは中心体に局在し、分裂期で多

数の役割を果たす蛋白質である。また Aurora-A は

種々のがんで過剰発現が報告されており、それを標的

とした阻害剤の臨床研究（Phase I, II）が進んでい

る。Aurora-A の阻害は、がん細胞を細胞死に導くこ

とは知られていたが、我々は正常細胞においては細胞

周期の G0/G1での停止を誘導することを報告した（J. 
Cell Biol., 2012）。このような背景から、我々は、

Aurora-A キナーゼと相互作用する分子の探索を行っ

た。そのために、coiled-coil domain（CCD）をもつ

蛋白質に着目した。CCD は、蛋白質全体の3-5%を占

められていると言われているが、中心体蛋白質に限る

とそのうち60%が CCD を持つと言われている。CCD
をもつ中心体局在蛋白質のうち Aurora-A キナーゼと

相互作用する蛋白質をスクリーニングし、さらに

Aurora-A の活性化を調べたところ、5つの候補蛋白

質に絞ることができた。その中から、最も Aurora-A
の活性化能が強い CCDC78に着目し機能解析を行っ

た。正常に近い細胞である RPE1細胞を用いて

CCDC78をノックダウンしたところ、Aurora-A ノッ

クダウンでみられるような、細胞周期の停止はみられ

なかった。しかし、がん細胞である HeLa 細胞では、

分裂期において Multi-polar を示すものが多く見られ

た。また、二重チミジン同調からのリリース後の

CCDC78の経時的変化をみると、細胞周期を通じて存

在はするものの、分裂期進入後の量の増加が認められ

た。また局在を観察したところ、紡錘体極上に染色像

が得られ、中心体付近に存在し、分裂期に作用してい

る可能性が示された 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］中心体、1次シリア、細胞周期、組織形

成、器官形成、細胞間ネットワーク 

 
［研 究 題 目］ヒト由来膜タンパク質の NMR 構造解析

に向けた基盤研究 

［研究代表者］竹内 恒（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］竹内 恒（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

ミトコンドリアは、生体機能の維持に不可欠なエネル

ギー生産、代謝物の生合成を司る真核生物の細胞小器官

である。この機能発現の中核を担うミトコンドリアトラ

ンスポーター（MTP）はミトコンドリア内膜に存在す

る膜蛋白質群で、様々な低分子代謝原料をミトコンドリ

アに供給するとともに、代謝産物を細胞質に輸送する。

またヒト遺伝子中にある約50種の MTP のうち少なくと

も13種が病態関連遺伝子であり、MTP の重要性は明ら

かである。本研究は MTP の発現精製系を確立し、立体

構造を解析することにより、その輸送メカニズムを解明

することを目的とする。これまでに、ヒトの疾患との関

連が明らかな13種の MTP について発現系を構築し、発

現、可溶化、精製の検討を行った。大腸菌における発現

試みたところ、UCP1、ORC1、CAC、ODC（36K）と

GC1（38K）で良好な発現量が観察されたものの、発現

した MTP はすべて不要性画分に移行し、様々な界面活

性剤をもちいた可溶化を検討したが、十分な効率での可

溶化には成功していなかった。そこで本年度はこれらの

タンパク質のメタノール資化酵母における発現を行った。

MTP が導入された細胞は200µg/ml の zeosin を用いて

セレクションを行った。各コンストラクトにつき3つの

異なるコロニーを選択し、0.8%メタノールによる誘導

開始後2日間にわたり発現誘導を行った。細胞を回収後、

ソニケーションにより破壊し、不溶性の破砕後断片など

を遠心で除去した。遠心上清を SDS-PAGE に供し、タ

ンパク質 C 末端に付加した myc-tag による WB で発現

の確認を行った結果、UCP1, UCP3, CIC, AAC1, 

GC1, SLC25A38などが、予想された分子量かつ可溶画

分に発現することが確認された。3つのコロニー間で発

現量には違いが見られ、ゲノムに導入されたコピー数が

異なっていることが示唆された。これらのタンパク質は

発現時に膜画分に存在すると考えられた。そこで1%の

CAPS, Sarkosyl, ZW3-14, CTAB, Epigene BB, ne 
BB, AB, 見 ら れ 、 ゲ ノム に 導 入 され Cholate, 
Sucrose monolaurate, βOG 等による可溶化の検討を

行った。30分、室温での可溶化を行い、その遠心上清を

WB に供し、上清に保持された MTP の量を比較した。

その結果、例えば UCP1では CATB, βNG 等が良好な

結果を与えることが分かった。全体を通じて比較を行う

と、zw3-14, βNG が平均的に良い結果を与えた。今

後は、C 末端に位置する His*6-tag を用いた精製を進

めていく。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］膜タンパク質、タンパク質大量発現、ミ

トコンドリア、酵母 

 
［研 究 題 目］網羅的自己抗体プロファイリング法に基

づく免疫性神経疾患の病態解明と治療戦

略の構築 

［研究代表者］五島 直樹（創薬分子プロファイリング

研究センター） 
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［研究担当者］五島 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自己免疫性神経疾患や傍腫瘍性神経疾患の発症に、自

己抗体が関与することは古くから知られている。しかし

ながら、最近になっても、新しい自己抗体が見出され続

けている、例を挙げると、精巣腫瘍に伴って著明な錐体

外路症候を示す疾患における抗 Ma2抗体、卵巣奇形種

に伴って発症する非ヘルペス性辺縁脳炎における抗

NR1/NR2 heteromer 抗体、“アジア型の多発性硬化

症”（neuromyelitis optica）における抗アクアポリン4

抗体など、新たな自己抗体の発見が続いている。生理的

な構造を維持したタンパクを網羅的に搭載したプロテイ

ンアレイを用いて、自己免疫性神経疾患、傍腫瘍性神経

疾患について、その病態に関与する抗体群を体系的に、

網羅的に明らかにする。これらの疾患の発症に関与する

新規の抗体を全て明らかにすると共に、それぞれの疾患、

それぞれの症例において病態に関与する複数の抗体をす

べて明らかにする。これらの成果に基づき、臨床試験と

して汎用性の高いプロテインアレイの構築をし、診断法

を確立するとともに、最適な治療法を確立することを目

指す。 

 ヒトタンパク質（約19,000種類）を未変性状態で網羅

的に搭載したプロテインアレイを用いて、自己免疫性神

経疾患、傍腫瘍性神経疾患について、その病態に関与す

る抗体群を体系的に、網羅的に明らかにしている。これ

までに、各疾患ごとにグルーピングを行い、患者血清の

ミクスチャーをもちいて自己抗体のプロファイリングを

行った。その結果、疾患ごとに得られた自己抗体データ

をもとに892タンパク質を搭載する免疫性神経疾患特異

的プロテインアレイを作製し、同じ疾患の検体数を増や

して共通性の高いマーカー自己抗体群を特定した。 

 既知の Yo 抗体陽性の患者血清（ELISA 法による測

定）に関しては、ほとんどの血清でプロテインアレイで

も CDR2タンパク質スポットがポジティブに検出され、

アレイの有効性が確認できた。さらに、疾患特異的自己

抗体の解析を行った。その結果は、論文に発表予定であ

る。 

今後、免疫性神経疾患の診断用アレイの開発を視野に

入れて、高度先進医療、装置開発を行う予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］自己抗体プロファイリング、自己免疫性

神経疾患、傍腫瘍性神経疾患、プロテイ

ンアレイ、疾患特異的アレイ 

 

［研 究 題 目］薄膜シリコン成長時の半導体特性評価

法の開発と欠陥形成機構の解明 

［研究代表者］布村 正太 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］布村 正太（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、プラズマプロセス下における薄膜シリコ

ンの半導体特性をその場評価し、薄膜成長時の欠陥形成

のメカニズムを明らかにすることを目標としている。本

年度は、昨年度開発した光電流測定法を様々な成長条件

下の薄膜シリコンに適用し以下の知見を得た。 

１）薄膜成長時の光電流の時間発展から、プラズマ

CVD プロセス下の薄膜の表面近傍には欠陥量の多い

表面欠陥層が形成されること明らかにした。表面欠陥

層の厚みは約20nm 以下である。また、表面欠陥層の

下側に、欠陥量の少ないバルク層が形成し、成膜時間

とともに成長することを示した。 

２）薄膜成長時の薄膜シリコンのキャリア輸送特性は、

成長温度に強く依存し、最適な成長温度は200度±20

度であることを見出した。 

３）薄膜シリコンのキャリア輸送特性が、成長後（ポス

トアニール時）に大幅に向上（改善）することを見出

した。この輸送特性の改善は、成膜中に形成された欠

陥のアニーリングに起因し、アニールに要する活性化

エネルギーが0.53eV となることを見出した。デバイ

ス特性との比較を行い、本ポストアニールが、デバイ

ス特性を決定づける重要な役割を担うことを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、半導体、診断技術 

 

［研 究 題 目］シリコン系ナノ結晶表面での多重励起子

の生成 

［研究代表者］ブラジミール シュブルチェック 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］Lozach Mickael（常勤職員1名）  
［研 究 内 容］ 

 量子閉じ込め効果を有するシリコンナノ結晶（Si-
ncs）は未来の太陽電池材料の候補の一つとして期待で

きる。特に、直接遷移型でバンドギャップが小さい材料

の開発が量子閉じ込め効果を改善するうえで重要である。

これを目的として、JSPS の研究員を招いてシリコン-

スズ ナノ結晶（SiSn-ncs）合金材料の開発をこれまで

半年間おこなってきた。SiSn-ncs はナノ秒のパルスレ

ーザーを脱イオン水中に設置した SiSn のターゲットに

照射することで合成した。また、この実験では、PTB7

共役高分子材料と SiSn-ncs を組み合わせたハイブリッ

ド層を太陽電池の光吸収層として用いた。SiSn-ncs の

合成条件と太陽電池特性の関係を調べた結果、25mg の

PTB7と SiSn の混合物（SiSn: 40wt.%）を9ml のクロ

ロベンゼンに溶かした条件が最適となり、SiSn-ncs を

用いた太陽電池の変換効率は従来の（Sn を含まない）

Si-ncs 太陽電池の変換効率を上回ることが明らかとな

った。具体的には、SiSn-ncs を用いた太陽電池の短絡

電流密度は7.7×10-2mA/cm2であり、Si-ncs で得られた

短絡電流密度6.7×10-2mA/cm2よりも高い値が得られた。

この短絡電流密度の改善は、スズの添加により材料がナ



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(887) 

ローギャップ化したことが一つの要因として考えられ、

吸収スペクトルから見積もられた SiSn-ncs のバンドギ

ャップは約0.85eV であった。さらに、SiSn-ncs 太陽電

池では経時的な特性安定性においても大幅な改善が認め

られた。赤外分光スペクトル（FTIR）の解析結果から、

材料の安定化は SiSn-ncs に含まれる酸素濃度が非常に

低いことに起因して、酸化による PTB7の特性劣化を抑

制できたことによるものと考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］シリコン系ナノ、多重励起子の生成 

 

［研 究 題 目］視聴覚を利用した見まね学習によるアク

ティブな動的動作生成に関する研究 

［研究代表者］池内 克史（東京大学） 

［研究担当者］中岡 慎一郎（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本提案研究課題では、視覚・聴覚を利用した、アクテ

ィブかつ動的なロボットのための見まね学習の枠組みを

構築することを目的とし、日本の伝統的な舞踊動作を対

象として、視覚情報に基づく舞踊動作の本質的な構造の

理解と、聴覚情報に基づく実行時に演奏される音楽リズ

ムのリアルタイムな把握による、その場その場のリズム

合った舞踊動作生成が可能な二足歩行ヒューマノイドロ

ボットの実現を目指している。 

産総研は、見まね学習システムの上位層で生成した動

作軌道の実ロボットへの適用を分担しており、これまで

エジンバラ大学の幸村琢准教授と共同で、身体部位間の

総合的な相対位置関係を表現する「インタラクションメ

ッシュ」技法をロボットの動作軌道生成に適用する手法

の開発を行ってきた。本年度はこの手法の改良として、

関節角度制約や関節角速度制約を不等式条件付きの二次

計画問題として解くシステムを設計し、この実装を行っ

た。これにより、元の動作が身体部位間の近接を含む場

合でも、ロボットへの適用時に干渉を避けつつ、関節角

度と関節角速度をロボット実機の制約内に確実に収める

ことが可能となり、多様な動作軌道を実ロボットへ適用

することが可能となった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］二足歩行ヒューマノイドロボット、見ま

ね学習、動作軌道適用 

 
［研 究 題 目］胎児・新生児シミュレーションに基づく

初期発達原理とその障害の解明 

［研究代表者］國吉 康夫（東京大学） 

［研究担当者］長久保 晶彦（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、胎児期から乳児期までの連続的発達

シミュレーションを構築し、環境条件を変化させつつ実

験することで、発達の基本原理と発達障害のメカニズム

を構成論的に解明し、これに基づく発達障害の包括的診

断方法、支援法・支援技術の構築を行うこと、また、実

験結果の定量比較や診断用定量指標のために胎児・新生

児用の認知運動計測・解析の新手法を開発することで、

胎児期から乳児期の範囲を対象に各種の知見を統合する

モデルと定量化手法の提供を行うことである。25年度は、

これまでの胎児発達のシミュレーション実験を踏まえ、

臨床データと定量比較するための胎児・新生児の認知運

動計測の高度化を行う皮膚感覚計測センサの開発などを

進めた。皮膚感覚計測センサについては、導電繊維によ

る柔軟性、高感度性と広ダイナミックレンジ、非接触方

式による高耐久性などとともに、計測回路が比較的複雑

化しやすい静電容量方式において簡素な回路構成であり

ながら外来ノイズの影響を受けにくい計測手法などを特

徴としている。柔軟な本センサは、新生児の運動計測用

途に適するとともに、組込 MPU による小型化もしやす

いことから発達シミュレーション用ロボットの感覚運動

統合実験にも有用なものとなっている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］認知発達、ロボティクス、皮膚感覚セン

サ 

 

［研 究 題 目］直観的理解の容易さと合理的根拠を兼ね

備えた医療の質評価内容の表現法および

計算法 

［研究代表者］高木 理（群馬大学） 

［研究担当者］和泉 憲明（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 一般に、医療・教育・行政などの公共サービスは、属

人的要素も大きいサービスであり、サービスの質に関す

る記述を正確に表現・測定・計算することが難しいため、

利用者が適切なサービスの選択に困難を有している。 

 本研究の目標は、医療サービスに関する質指標の定義

と、その値の計算プロセスを対象として、医療者の言葉

の問題、システム視点と医療視点のズレの問題、および、

指標化の不統一性の3つの観点から、課題分析と問題解

決を行うことである。そこで、一般の利用者による可読

性を高めつつ、計算可能な表現法を確立させるために、

従来の文章による分け方や1階述語論理に基づく集合に

よる分け方によって質指標を構成するのではなく、サー

ビス評価のための指標独特の構造と、医療指標に用いら

れる用語の定義部分との再帰的な組み合わせにより構成

する。 

 ここでは、医療サービスの質指標定義を分かりやすく、

かつ、医療データベースの検索クエリに直接変換できる

程度に正確な記述が可能となる質指標表現システムを開

発するとともに、このシステムにより、医療に関する専

門知識の有無を問わない人でも質指標が設計可能になる
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ように、支援方法論を検討した。そして、群馬大学や北

里大学と連携して、実際に医療現場でのサービス記述を

収集し、医療サービスのアセスメントに関する記述パタ

ーンを分類した。そして、そのパターンを構成単位とし

て、医療サービスの質評価に関する概念階層（医療サー

ビスアセスメントオントロジー）を構築した。さらに、

構築した概念階層に基づいて、具体的な質指標評価のモ

デル構築を支援するプロセスを定義し、既存手法との比

較などから優位性を確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］公共サービス評価、サービス質指標、統

合データベース 

 
［研 究 題 目］人側／装置側の両者の力触覚機能向上に

よる新しい医用力覚呈示システム 

［研究代表者］栗田 雄一（広島大学） 

［研究担当者］栗田 雄一、辻 敏夫、惠木 浩之（広

島大学）、永田 和之（知能システム研

究部門）（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、ハプティックレコーダの要素技術の

一つである「力覚の拡張現実感提示」を腹腔鏡手術トレ

ーニングなどの医療トレーニングに応用し、より現実感

のあるトレーニング評価が行えるようにすることである。

ハプティックレコーダとは記録・再生型の力覚提示デバ

イスのことで、力覚の拡張現実感提示とは、臓器を模し

た補助物体に力覚提示デバイスで実操作を加え、補助物

体からの反力に力覚提示デバイスにより作られた仮想反

力を重畳することで、模擬臓器上に仮想的な病変や複雑

な脈管を作りユーザに提示するもので、世界に先駆けて

産総研で提案され特許が成立している。今年度は、医療

タスクとして穿刺を取り上げ、ハプティックレコーダの

力覚拡張現実感提示に加え、補助物体を能動的に動かす

ことで粘弾性特性を変化させるという新たな能動的力覚

拡張現実感提示手法を提案した。  

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］力覚の拡張現実感提示、腹腔鏡手術、医

療トレーニング  

 

［研 究 題 目］人とかかわる共生型ロボットのためのロ

ボットの適応的要素行動 

［研究代表者］松本 吉央（知能システム研究部門） 

［研究担当者］松本 吉央、脇田 優仁、吉川 雅博、

田中 花央理（知能システム研究部門）、

石黒 浩、中村 泰（大阪大学）、 

住谷 昌彦（東京大学）、宮尾 益知 

（成育医療研究センター） 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

本年度は、前年度までの研究成果を踏まえながら、本

学術領域全体の目標である「ロボットによるよい聞き手

の実現」へ向けた研究および成果の取りまとめを行った。

研究プラットフォームとしては、昨年度までに開発した

人の動きや表情に同調して動くことが可能なアンドロイ

ドの女性・男性版を利用し、アンドロイドの遠隔操作シ

ステムについては、ソフトウェアの全面的な改良を行う

ことで、操作性の向上と拡張容易性を実現した。 

また、人に酷似したアンドロイドの心理的な受け取ら

れ方を調べるため、アンドロイドを海外（Robotics Lab, 
National Institute for Experimental Arts, College of 
Fine Arts, University of New South Wales, シドニ

ー）に持って行き、デモンストレーションを行い、反応

を観察した。また昨年度行ったアンドロイドの遠隔操作

時にオペレータが感じる違和感の SCR（皮膚抵抗値）

による定量化実験を、オーストラリア人研究者を対象に

行った。その結果、これまでの日本人研究者を対象とし

た場合と同様に「同調的な操作」をしているときは、そ

うでない場合と比べて SCR の反応が有意に大きくなる

ことが分かった。 

また、発達障害児のソーシャルスキル学習のためにア

ンドロイドを利用することに関して、病院でのデモンス

トレーションを行い、ロボットとのアイコンタクトや共

同注意がどの程度成立するかについての観察を行った。

また、領域内の A02班と協業し、アンドロイドの認知心

理実験の結果の分析を行い、成果の取りまとめを行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、アンドロイド、コミュニケー

ション、同調、制御、心理、認知 

 

［研 究 題 目］柔軟物連続操作のための視覚認識とアク

ションの双方向連動に関する研究 

［研究代表者］喜多 泰代（知能システム研究部門） 

［研究担当者］喜多 泰代、喜多 伸之、植芝 俊夫、

金広 文男、森澤 光晴 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ロボットが衣類のように操作中に形が大き

く変化する柔軟物を視覚的に認識しながら自然に扱うこ

とを可能とし、将来的に、高齢者や要介護者の日常生活

支援に役立てることを目指す。本研究期間内では、アク

ションと視覚認識の相互連動に着目し、柔軟物を確実に

連続操作できる基盤技術の確立を目指す。 

 平成25年度は、4年計画の最終年度である。前年度ま

での研究成果を基盤として、「任意の形状で置かれたト

レーナを取り上げてたたむ」というタスクを遂行する試

行システムを構築した。まず、一連の動作を、最初は未

知である「対象衣類の状態」の推定が行えた時点を節目

として、推定以前と推定後に分類して体系づけた。推定

以前の処理に関しては、前年度までの開発手法を組み合

わせて構築したうえで、さらに、多視点の観測データを
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活用する状態推定法を新たに開発し、頑健性を向上させ

た。推定後の処理では、タスク遂行のための持ち替え操

作を行うと同時に、計算機内部に持つ対象衣類の柔軟モ

デルにもその操作により生じる形状変化を加えて操作後

の形状を予測し、常に実際の状態と計算機内部のモデル

形状を同期させる方針を提案した。この予測形状を観測

データに重ね合わせることで、持ち替え動作時の形状変

化をトップダウン型に追跡し、次の動作の把持部を集中

的に観測することにより、その把持プランの自動生成に

必要な情報を頑健に抽出することを実現した。このシス

テムを用い、柔軟性の異なる2枚のトレーナを対象とし

て、机上からの持ち上げから折りたたみまでの複雑な一

連動作を自律的に行う可能性を示した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］コンピュータビジョン、ロボット 

 

［研 究 題 目］確率関係モデルによる医療臨床データ

の高度活用に関する研究 

［研究代表者］麻生 英樹（知能システム研究部門） 

［研究担当者］麻生 英樹、橋田 浩一（知能システム

研究部門）、赤穂 昭太郎、神嶌 敏弘、

城 真範、森田 瑞樹（ヒューマンライ

フテクノロジー研究部門） 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、情報化の進展により、臨床医療の現場にも多く

の情報機器が導入され、電子的な治療記録や各種の医療

機器からの情報など、膨大なデータが電子的に蓄積され

るようになっている。本研究項目では、こうした日常の

診療行為の中で生み出される膨大な臨床情報をより高度

に活用して、医療過程の質を持続的に向上させるために

役立つ新たな統計解析手法を開発することを目的とする

研究を実施した。研究計画3年目（最終年度）の平成25

年度には以下のような成果を得た。①昨年度に引き続き

心不全に関する処方薬剤の成分、分量、分類に関するオ

ントロジーを整備した。②整備した薬剤オントロジーを

用いて、薬剤の最適な分類粒度に関する検討を行い、医

師処方の予測精度の観点からは大分類を用いることが適

切という結果を得た。③膨大なデータの中から医師にと

って興味深い情報を含む部分を抽出するための手法を提

案して、心不全患者のデータに適用し、有効性を検証し

た。④医療臨床データを医師にとってわかりやすく可視

化する手法について検討し、データの可視化・抽出ツー

ルを構築した。本ツールで興味深いデータを選択・抽出

して、昨年度までに開発した強化学習・逆強化学習ツー

ルで分析をするという連携を可能にした。⑤研究成果の

普及と深化のために「医療臨床データへの MDP/ 
POMDP の応用に関するワークショップ」を開催した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］確率関係モデル、データマイニング、医

療臨床データ 

 
［研 究 題 目］対象物の柔軟性を考慮した組み立て作

業計画 

［研究代表者］原田 研介（知能システム研究部門） 

［研究担当者］原田 研介、音田 弘、山野辺 夏樹、

吉田 英一、永田 和之 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

柔軟性を有する部品の組み立て作業において、組み立

ての接触状態の系列に基づいて組み立て作業を計画する

アルゴリズムを構築し、部品の位置・姿勢と部品同士の

接触状態に関する軌道を導出した。また、手首に取り付

けた力・トルクセンサの値より、ロボットがどのような

状態にあるかを確率的に判定する手法を構築し、有効性

を確認した。さらに、提案する手法を計算速度や成功率

の観点から評価した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］組立作業、ロボット、柔軟性 

 

［研 究 題 目］スマートモビリティと環境固定センサ群

の相互支援による走行時リスク検出法の

開発 

［研究代表者］佐藤 雄隆（知能システム研究部門） 

［研究担当者］佐藤 雄隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

歩行者とも共存しながら移動する一人乗り移動機器に

おいて、車載センサと環境側に設置された固定センサ群

の情報を自動的に協調・統合し用いることで、走行時の

リスク検出を行う技術について研究を行った。 

まず環境光の変動に対するロバスト性向上に関する検

討を行った。画像中の画素単位の共起性に着目すること

で、外乱の影響を大幅に低減しつつ画像の変化を検出す

る方法を開発・導入した。これにより、環境光の変化が

大きい場合であっても、固定センサ群からの移動体検出

精度を高く保つことが可能であることを明らかにした。

一方、車載センサによる自己位置推定に関して、その精

度と安定性が大きく低下する場合があり、改善が必要で

あることがわかった。具体的には、車載センサの1つと

して用いているステレオカメラが、例えば白壁のみの部

屋のようにテクスチャが乏しい環境に置かれた場合等に

十分な信頼性を持ったデータを出力できていない場合が

あることがわかった。したがって、このような条件であ

っても安定に情報を取得するためにアクティブタイプの

RGB-D カメラの導入を検討した。同カメラを用いるこ

とで、前述のような問題を解決可能であることを確認し

たが、更なる精度向上のために複数台を同時に用いた場

合、むしろ精度が低下する問題が発生した。問題の解析

と検証実験を重ねた結果、原因が RGB-D カメラから得

られる3次元データの（個体差がある）歪みによるもの
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であることが明らかとなった。したがってこの歪みを較

正するための手法を開発し、複数台の RGB-D カメラで

精度良く自己位置推定を行うことを可能にした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］画像情報処理、情報センシング、センサ

融合・統合、知能ロボット、生活支援技

術 

 

［研 究 題 目］モノアイの研究 

［研究代表者］角 保志（知能システム研究部門） 

［研究担当者］角 保志、金 奉根、田中 秀幸 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、自律移動ロボットの画像情報に基づくナビ

ゲーションに関する新しい方法論の提案を目標とする。

これまで様々な形で蓄積されてきた画像処理プログラム

資産を利用して、走行経路に最適なビジョンベーストナ

ビゲーションシステムを自動構築する手法の確立を目指

す。 

本研究計画においては、自律移動ロボットが利用でき

る様々なランドマーク検出プログラムのソフトウェア構

造を分析し、その共通 API を明らかにする。画像入力

には、上下左右とズーム制御が可能なカメラ（モノア

イ）を採用し、ランドマーク検出に基づく屋外・屋外環

境で自律移動できる移動ロボットプラットフォームを開

発する。また、環境構造化技術を積極的に利用し、マー

カや標識などを利用する技術を追究する。さらに、ラン

ドマークをシミュレートするための環境モデリングの研

究と移動ロボットの経路計画に関する研究を実施する。 

平成25年度は、前年度までに高精度マーカに関して大

きな成果が得られたので、これを仮想的なランドマーク

と仮定して、検出アルゴリズム API の初期バージョン

を策定した。これは、環境構造化技術に基づくランドマ

ーク検出と通常のランドマーク検出の共通 API の策定

につながるものと期待される。 

また、今年度は、移動ロボットプラットフォームを用

いたランドマーク検出に基づく自律移動の実証実験を実

施した。前年度までに開発した移動ロボットプラットフ

ォームの機構をブラッシュアップし、精密な移動ロボッ

ト位置決め実証実験を実施可能な性能を達成した。加え

て、モノアイによって仮想的なランドマーク（マーカ）

の自動検出と、その結果として達成できるグローバルな

高精度自己位置推定結果に基づくナビゲーションのため

のソフトウェアを整備した。さらに、屋内外の通常環境

下での実証実験に備え、衝突回避のための安全センサ等

の安全関連系の整備も行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］移動ロボット、ランドマーク検出、ナビ

ゲーション 

 

［研 究 題 目］Beyond multi-contact planning 
［研究代表者］Kheddar Abderrahmane 

（知能システム研究部門） 

［研究担当者］Kheddar Abderrahmane、金子 健二、

吉田 英一、Adrien Escande、 
Joris Vaillant、Stanislas Brossette 
（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、仮想アバターやヒューマノイドロボット

など、多自由度を持つ動作主体の制御のための多点接触

計画・制御（Multi-Contact Planning）手法の飛躍的

な前進を目指す。 複雑な環境下での動作生成を自動化

する新機能を開発し、そのデモンストレーションを行う。

当研究グループが世界をリードする当該分野での知見に

基づき、新しい機能を構築するための基礎研究を推進す

る。具体的には、動的運動プリミティブ（Dynamic 
Motion Primitives）と機械学習を使用した接触探索手

法の機能向上を目指し、さらに、多点接触運動における

人間動作の特徴量抽出により、複雑な人間動作の理解と

多点接点計画における探索を効率化にも取り組む。 

平成25年度は、より多様な環境に対応可能な多点接触

動作計画の開発を行い、多点接触の姿勢最適化に使用す

る接触モデルの精度と汎用性の向上、多点接触動作の計

画・制御手法の滑りを含む接触と運動への拡張を行った。

また、3次元点群データ（point  cloud）からの平面抽

出に基づく3次元多点接触計画手法を構築するとともに、

予見制御に基づく多点接触を伴う全身動作を安定化手法

の開発を行った。これらの手法の有効性を、主に動力学

シミュレーションにより検証した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］デジタルヒューマンモデル、多点接触動

作、機械学習、ダイナミクス、最適化 

 
［研 究 題 目］把握技能における指の協調関係と機能の

解明 

［研究代表者］永田 和之（知能システム研究部門） 

［研究担当者］永田 和之、山野辺 夏樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、人の手指による把持・操作を力学

的・運動学的に計測することで、指の協調関係と機能を

明らかにし、その知見をロボットハンドによる把持・操

作の作業戦略に適用することである。今年度は、把持・

操作における手指の運動と指先力を同時に計測できる把

持計測システムを用い、親指・人差指・中指による三本

指把持の内力分析を行った。把持内力の分析により、指

の機能的分離形式を導出することができる。三本指把持

の内力を、親指の接触点に原点を置き、親指の内力方向

を座標軸の一つとした座標系で記述し、かつ親指の内力

の大きさで各指内力の大さを除して正規化することで、
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三本指把持の内力は2つの独立なパラメータで表現でき

る。このうち一つのパラメータは人差指・中指の内力と

親指の内力との対向度を表し、もう一つのパラメータは

人差指と中指の内力の平行度を表す。三本指把持の内力

として、Cutkosky の分類による circular precision と

prismatic precision、および複合型である pivot タイプ

（対象物の平行な面を二本指で把持し、平行面と直交す

る面を人差指で押える把持）の三つの把持形態について

データ収集を行った。この三つの把持形態の内力につい

て、親指との対向度と、人差指・中指の内力の並行度の

観点から統計分析を行い、把持の外観は同じでも力の入

れ方が本質的に異なる場合があることを示した。また、

把持形態が circular precision である場合、人差指と中

指の間の内力は、把持物体の形状に依存して受動的に発

生するもので prismatic precision と本質的に変わらな

いと解釈できることを示した。これにより三本指把持は、

力学的には prismatic precision と pivot の二つのタイ

プに分類でき、内力分布を KKZ 法でクラスタリングし、

二つのタイプの把持のコードブックを得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボットハンド、把持、操作、運動計測、

可視化 

 

［研 究 題 目］他動運動機器の使用が下腿部浮腫に及ぼ

す効果に関する研究 

［研究代表者］本間 敬子(知能システム研究部門) 

［研究担当者］本間 敬子、薄葉 眞理子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、機器を用いた他動運動が末梢組織の循環

状態に与える影響に関する研究の成果を踏まえて、他動

運動機器の使用が下腿部浮腫に及ぼす効果について、実

験的に明らかにすることを目的とする。本年度は以下を

実施した。 

 前年度に実施した被験者実験により得られたデータに

ついて、長時間の足部下垂に伴う下肢の浮腫状態の変化、

および下肢で計測した組織血流量と酸素飽和度の関係に

着目して解析を行った。下肢の浮腫状態の変化について

は、足部体積（排水法）、内外果周径、土踏まず周径、

および足関節周径（Figure of 8法）について、車いす

座位による安静の開始時と同終了時の測定値を比較した。

その結果、麻痺側の足部体積および足関節周径について、

有意な増加が見られた。一方、浮腫の原因となっている

下肢の循環不全の指標として、血流に関する生体情報で

ある組織血流量と血中酸素飽和度の関係について検討し

た。それぞれ計測開始から30分ごとに、5分間の平均値

を算出して、両者を比較したところ、組織血流量および

酸素飽和度のいずれも、麻痺側の値が非麻痺側の値に比

べて有意に低い値を示したが、経時的挙動については、

いずれも有意な変化は認められなかった。一方、組織血

流量と酸素飽和度の関係を2次元グラフ上で検討したと

ころ、麻痺側と非麻痺側のデータの分布状態は明確に区

分され、両者の組み合わせから循環状態を推定できる可

能性が示唆された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］他動運動機器、末梢循環状態 

 

［研 究 題 目］ダイナミックインバージョン制御を用い

た重力制御姿勢安定化飛行体の研究 

［研究代表者］岩田 拡也（知能システム研究部門） 

［研究担当者］岩田 拡也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

平成25年度は、ダイバーシティ制御の角加速度センサ

を用いた新しい方法によるロール角姿勢制御を行った。

前年度に実施した従来型の角速度センサフィードバック

は、サンプリング周波数を高めることで、ロール角度の

浅い領域での安定した姿勢制御が可能となった。これに

より、姿勢制御限界角に到達する外乱条件が大きくなり、

制御限界外で本質安全による飛行保持を行うモードへの

移行条件が緩和できるようになった。ロール中心に設置

した角速度センサ（ジャイロセンサ）でロール角速度を

検知する方法では、センサの角速度検出分解能に応じた

ロールが実際に発生するため、ゼロ点付近での摂動が発

生する。この問題を解決するため、ロール中心から最大

限距離をとりイナーシャを最大限とする点で変化量を大

きく検出する角加速度センサの考案を行った。左右中央

の3つの加速度センサの差分を識別することで、状態推

定を行う角加速度センサによりダイナミックインバージ

ョン制御で外乱に対する力覚制御を行う。しかしこの方

式は、差分処理に比較的広域のハイパスフィルタを必要

とするため、実質サンプリング周波数が低下する。そこ

で、サンプリング周波数の上がった角速度センサ（ジャ

イロセンサ）フィードバックと組み合わせることで、比

較的周波数の低い摂動運動を抑制する効果が得られるこ

とが明らかとなった。摂動の高周波数成分の抑制性能は、

角加速度センサのハイパスフィルタの性能向上が鍵とな

ることが分かった。これらの成果を利用して、新潟スカ

イプロジェクトにて、推進機関であるターボジェットエ

ンジンの研究開発と、電動高推力2軸制御アクチュエー

タの開発、炭素繊維複合材による軽量構造機体の開発を

実施し、ウイングスパン10m、離陸総重量148kg、総推

力800Nf 双発ターボジェットエンジン搭載の振子安定制

御式無人航空機を製作。研究成果の実応用を目指す。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］無人航空機、飛行ロボット、姿勢制御 

 

［研 究 題 目］作業プログラムの機能的構造を用いた自

動チューニングに関する研究 

［研究代表者］音田 弘（知能システム研究部門） 

［研究担当者］音田 弘、尹 祐根（常勤職員2名） 
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［研 究 内 容］ 

本研究では、知能ロボットの作業プログラムの自動チ

ューニングについて、作業プログラムの意味的構造を元

に自動チューニングを行う手法の基礎を確立することを

目的としている。モジュール化された作業プログラムの

個々の性能を考慮し全体の最適化を行うには、異なる条

件下で作成されたモジュールを接続・比較可能とした上

での評価法が必要となる。具体的には、認識・行動系の

構造に基づく感度解析を元に、作業プログラムの仕様の

実現度をシミュレーションで評価し自動チューニングを

行う新しいチューニング手法を提案・開発し、その有効

性を実験により実証する。 

本年度は、仮想環境における配置の導出・構築と作業

の不確かさの計測と解析、仮想環境における配置での作

業構造データの可視化と作業の不確かさのシミュレーシ

ョンを行った。仮想環境における配置の導出・構築と作

業の不確かさの計測と解析では、前年度に構築した仮想

環境下で、作業プログラムにより作業を実行し、実行系

と作業プログラムのマッチングの度合い、作業仕様の実

現度を計測した。仮想環境における配置での作業構造デ

ータの可視化と作業の不確かさのシミュレーションでは、

作業構造データ（認識・計画・実行系の感度解析の結果

および作業プログラムの構造）を、仮想空間内にベクト

ルで可視化した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］知能ロボット、スキルトランスファー、

自動チューニング、作業プログラミング 

 

［研 究 題 目］グラフオートマトン上の自己組織的な振

動生成と構造遷移 

［研究代表者］富田 康治（知能システム研究部門） 

［研究担当者］富田 康治、黒河 治久、神村 明哉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

グラフオートマトンは、構造を変化させるルールと、

ルールの適用を制約する構造との間の相互作用を記述す

る数理モデルである。これは静的な格子構造の上での格

子点における状態変化を扱うセルオートマトンを、動的

なグラフ構造に拡張したものといえ、より豊かな表現力

をもつ。この枠組み上の構造の生成とその解析に関する

研究を発展させ、局所的に周期的動作する構造がグラフ

上に分散し相互作用する系の自己組織過程を考え、動的

な構造の自己組織化の研究に資することが本研究の目的

である。 

このような場合、振動子のネットワークに位相関係を

形成するという自己組織化と、グラフ構造によって振動

子を形成する自己組織化とが同時に起こる。本年度は振

動的な状態あるいは構造変化を行うルールの実行に着目

した。特にノード数の少ないグラフ構造における典型的

な例に着目し、初期構造やルールセットを記述し、構造

変化や状態数などの性質を検討した。これらはノード数

を変化させるルールを含む場合と含まない場合がある。

また、より直接的に位相を導入して各ノードを振動子と

して取扱い、各々がパルス結合された場合の振る舞いに

ついても昨年度に引き続き検討を進めた。周囲のノード

が局所的に同期した時に限りグラフオートマトンのルー

ルを実行するというモデルに関して、これらを実験する

ためのシミュレーションを行い、動作を確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］自己組織化、振動子、グラフオートマト

ン、動的ネットワーク、複雑系 

 

［研 究 題 目］ベッド上空間スイッチによるロボットの

作業指示 

［研究代表者］脇田 優仁（知能システム研究部門） 

［研究担当者］脇田 優仁、田中 秀幸 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

日常生活環境内での移動に障碍のある患者等が、ベッ

ド上においてユーザが望む対象物を簡単な指示で把持す

るロボットアームシステムの実現を目指し、ロボットア 

ームと、ベッドのシーツを投影面とするプロジェクタ及

び、ベッド上のユーザの手の位置のモニタリングのため

の3D スキャナの統合システムの構築を目標とする。シ

ーツ上に投影されるロボットの作業環境のモニタリング

画像及び様々なキャラクタ画像の上にユーザが手をかざ

すことで、作業指示のためのジェスチャとみなして、そ

の指示に従ってロボットに作業を行わせる。ジェスチャ

として、かざされた手の位置を3D スキャナで計測し、

ユーザの意図を解釈するシステムを構成する。ロボット

アームとして KINOVA 社製の JACO アームと3D スキ

ャナとしてマイクロソフト社製の KINECT for 
Windows を用いてシステムの一次試作を行った。昨年

度調達したプロジェクタを実験室の天井下に直下方向を

向けて固定し、介護ベッド上のシーツにロボットの作業

環境のモニタリング画像を投影した。作業環境のモニタ

リングのためにロボットアームの手首部分に CCD カメ

ラを装備した。ユーザが作業開始の合図としてシーツの

上で手を振ると、KINECT がそれを検知してロボット

の制御を開始する。ユーザは投影されている作業環境の

シーツに投影されたモニタリング画像上で上下左右に手

を動かすことで、当該システムはロボットアームの作業

環境中での上下左右の平行移動し例として解釈する。そ

の際のロボットによる解釈のユーザ側の判断の手掛かり

として、マウスポインタ様のキャラクタを投影画像内に

表示した。その結果、把持対象物体の正面にロボットア

ームのハンドを移動できることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス  

［キーワード］介護ロボット、マンマシンインタフェー

ス、プロジェクション機能 
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［研 究 題 目］コンピューターウィルスの進化を分析す

る手法の研究 

［研究代表者］森 彰（知能システム研究部門） 

［研究担当者］森 彰、泉田 大宗 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、コンピューターウィルスのプログラムの

振る舞いを自動分析して相互の関係を調べることにより、

進化や変異の過程を明らかにすることを目的としている。

本年度は、バイナリーコード解析において、複数箇所か

ら呼び出される関数等の文脈依存共有コードを解析する

新しい手法を提案し、その実装を行った。具体的には、

解析に用いる静的単一代入形式を拡張し、文脈に応じて

複数の値を持つ飛び先のデータについて、その呼び出し

文脈を指定する疑似関数を導入する手法を考案し、値の

解析アルゴリズムを実装した。この解析手法を適用した

ところ、複雑なコンピューターウィルスのプログラムで

あってもその制御フローを高い精度で解析できることが

確認できた。攻撃パターンの推定については、二次攻撃

プログラム投入、アンチウィルス機能の無力化、システ

ム常駐、ボットネットワーク活動、外部記憶デバイス感

染、などの十数個の典型パターンの分類と定義を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］コンピューターウィルス、進化解析、バ

イナリーコード、静的解析、動的解析 

 

［研 究 題 目］遠隔操作型ロボットの人間らしさの調節

による発達障害児への対話支援法の探索 

［研究代表者］松本 吉央（知能システム研究部門） 

［研究担当者］松本 吉央、吉川 雄一郎（大阪大学）、 

宮尾 益知（国立成育医療研究センタ

ー）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、これまでに開発してきた子ども型ロボット

や人の外観に酷似したアンドロイド、すなわち異なる人

間らしさを持つ複数の人型ロボットを用いて、シームレ

スに人間らしさを調節することのできるロボットの遠隔

操作システムを開発し、自閉症患者の支援法を確立する

ことを目的としている。 

本年度は、まず動き・自律動作の人間らしさが異なる

複数の遠隔操作ロボットの開発を行った。具体的には、

ぬいぐるみの人形、卓上型の小型ヒューマノイドロボッ

ト、および人に酷似したアンドロイド型ロボットを遠隔

操作するシステムを構築した。特に小型ヒューマノイド

ロボットとアンドロイド型ロボットに関しては、遠隔操

作されるロボットの視線、頷き、表情、ジェスチャとい

ったノンバーバルチャネルの表出様式、および発話を、

自由に表出できるインターフェースを開発した。 

次に、異なる人間らしさを持つロボットに対する自閉

症患者の反応の分析を行った。本研究では、自閉症患者

が異なる人間らしさのロボットに対して、どのように異

なる反応を示すのかを知ることが鍵となる。同じ自閉症

患者が、異なるロボットに対する対話を体験した際にど

のように異なる反応を示すかをデモンストレーションに

て観察した。また、その結果から遠隔操作型ロボットを

用いた人との関わりとの訓練になる可能性について、心

理的な影響、およびその後に汎化するための方法論につ

いて検討した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、遠隔操作、アンドロイド、ヒ

ューマノイド、自閉症、コミュニケーシ

ョン、対話 

 

［研 究 題 目］ユーザビリティと高性能を両立するクラ

ウド型リアルタイム画像解析処理ミドル

ウェア 

［研究代表者］岩田 健司（知能システム研究部門） 

［研究担当者］岩田 健司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

クラウドベースの画像解析システムに必要な、可視化

技術を構築した。WEB ブラウザに対し解析結果を即時

にビジュアライズし、利用者に提示する。リアルタイム

な通知のため、HTML5の WebSocket 技術をベースに

作成した。ネットワークを介してデータを転送すること

から、全てのデータを逐次転送することは回線容量の上

限が有り現実的でないことから、画像を圧縮・縮小し、

効率的な方式を実装した。作成したシステムについては、

本研究テーマとは別件として進めている企業との共同研

究を通じて、リモートセンシングなどの画像解析の研究

で評価し、問題点の洗い出し等を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野   

［キーワード］画像処理、クライドコンピューティング、

ミドルウエア 

 
［研 究 題 目］テンソル表現に基づくパターン識別法に

関する研究 

［研究代表者］小林 匠（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小林 匠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、テンソルによって表現される特徴パターン

の新たな識別方法に関するものである。 

 平成25年度は行列として表現される特徴パターンのマ

ッチングに関する研究を行った。実世界から計測した特

徴データは、多くの場合に特徴次元×物理次元の形式の

行列として表現される。例えば多チャンネル時系列信号

からは時間軸 T に沿って並ぶ信号列（チャンネル×時

間）が得られる。k-NN 法に代表される事例ベースの特

徴行列識別器を構成するためには、これらの特徴行列間

で類似度を算出する必要がある。特にここでは、物理次

元上での位置ずれに依らない“部分”パターンマッチン
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グを可能とする類似度算出法を開発した。 

 上述の特徴行列内では、注目すべき対象パターンの出

現位置は任意であり、さらに対象に関係のない背景パタ

ーン等も含まれている。部分マッチングは、そのような

背景パターンを除外しつつ位置が不定な対象パターンを

抽出しマッチングを行う。この部分マッチングを実現す

るために、特徴行列の物理次元に対応する重み（ベクト

ル）を導入した。この重みベクトルを掛け合わせること

で特徴行列は特徴ベクトルへと圧縮され、圧縮された特

徴ベクトル間の角度を類似度として採用できる。この重

みは物理次元上での対象パターンの存在を表現しており、

理想的には対象が存在する領域のみで重みの値は大きく

なり、無関係な背景パターンでは重みがゼロになる。部

分マッチングをこの重みの最適化問題へと帰着させるこ

とができる。さらに、重みの局在性や滑らかさといった

物理的正則化を最適化問題に導入し、より有意な重みを

算出することができる手法を開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］パターン識別、特徴行列、低階数行列 

 

［研 究 題 目］マイクロブログにおける情報伝播と群集

誘導 

［研究代表者］小島 一浩（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小島 一浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、マイクロブログである Twitter の実デー

タをもとに、デマ・デマ訂正の情報伝播モデルを構築・

分析することにより、帰宅困難者の群衆を適切かつ安

全・安心に誘導できる情報共有システムの機能要件をシ

ミュレーションにより明らかにすることを目的とする。 

 平成24年度において、課題1. 平常時における人間関

係ネットワークを複雑ネットワークによりモデル化を実

施した。マイクロブログである Twitter 上での情報伝播、

デマ・デマ訂正の情報伝播を扱う場合、人間をノード、

フォロー・フォロワー関係をリンクとする複雑ネットワ

ークを構成することが必要となる。 

 平成25年度には、課題2. 災害等の危機的状況下にお

ける人間の情報判断・再配信のモデル化を試みた。課題

1において構成したネットワークモデルにおいて、ノー

ドが収集した情報にもとづいてリツイートするか否かを

確率的に決定するノード・ダイナミクスをモデル化する。

当該ダイナミクスは、収集した情報を信じやすいかどう

かを表す感受性パラメータを有する。課題2では、当該

パラメータを、Twitter 上における情報伝播の実データ

を用いて推定を試みた。 

 さらに課題2を発展させて、課題3情報共有システムに

よる群集誘導のシミュレーションーションを設定してい

た。課題3ではノードが地理的に移動できるようにモデ

ルを拡張する予定であったが、そこまでには至らなかっ

た。 

 最終年度において、平成24年度の研究結果を受け、ま

ずは処理の高速化を実施した。分析・シミュレーション

において、RDBMS による処理がボトルネックになっ

ているため、NoSQLDB による処理に変更した。また、

GPU による計算を単体 GPU から複数 GPU に増やし、

さらなる処理速度のスピードアップ化と一回に計算処理

できるネットワークの大規模化を図れるようにグラフラ

イブラリのアップデートを行った。 

 当該研究結果および付随的成果である大規模グラフを

高速に処理できシステムは、今後の災害対策、減災に対

する基礎データとなり社会的に意義があると考えられる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］マイクロブログ、ネットワーク分析、マ

ルチエージェント 

 

［研 究 題 目］ヒューマノイドによる支援機器評価のた

めの人間動作模擬と再現 

［研究代表者］吉田 英一（知能システム研究部門） 

［研究担当者］吉田 英一、Thomas Moulard 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、ロボット技術を利用した人間の移動アシ

スト機器の評価を想定し、人間と同じ形をしているヒュ

ーマノイドの特性を活用して、双方の制約を考慮しなが

らできるだけ忠実に人間らしい動作をロボットに行わせ

る人間動作再現を目的とする。 

平成25年度は、測定した人間動作をヒューマノイドで

できるだけ忠実に再現する一般的手法を、(ⅰ)モーショ

ンキャプチャのマーカデータからの人体構造の動きの導

出、(ⅱ) 人体構造とロボット構造の対応付け、(ⅲ)最

適化手法に基づく人間動作にできるだけ近いロボット動

作の導出、を段階的方法として構築し、ソフトウェアの

プロトタイプを構築した。(ⅰ)では、測定したデータを

人体構造に対応付け、各関節の角度の軌道を求める。

(ⅱ)では、関節の数や可動範囲の違いを考慮して、(ⅰ)

の出力である人間動作を再現するロボットの関節軌道を

導出した。(ⅲ)では、ラプラス座標系での距離による測

定した人間動作のデータとヒューマノイドの全身姿勢の

幾何的な類似度と動作の滑らかさを評価関数として、上

記の制約を満たしつつこれを最大化する動作軌道を、最

適化手法に基づき構築した。これを実現するソフトウェ

アのプロトタイプを、最適化手法の枠組みである

roboptim を用いて実装し、人間動作の再現を行った。

背中に伸張バネを配して腰への負担を軽減することを目

的に設計されたアシスト機器を例に取り、人間に近い動

作を再現することで、ロボットが人に代わってアシスト

機器の評価を行える可能性を示した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］動作模擬、ヒューマノイド、機器評価 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(895) 

［研 究 題 目］動作中の身体と装着物のインタラクショ

ンを再現するデジタルヒューマンモデル 

［研究代表者］吉安 祐介（知能システム研究部門） 

［研究担当者］吉安 祐介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、動作中の身体表面と装着物とのインタラ

クションを再現するデジタルヒューマンモデルを開発す

る。 

H25年度は、(1) 身体表面変形モデルの基礎となるテ

ンプレートフィッティング手法の開発と(2) 装着物シミ

ュレータのモデル化手法の検討を行った。 

身体表面変形モデルは、3D スキャンデータをトレー

ニングデータとする統計モデルとして構築する。この統

計モデルを構築するためには、スキャンデータの穴埋め

とデータ間での部位の対応付けが必要となる。この作業

には、あらかじめ用意した基準のモデルを3D スキャン

に当てはめるテンプレートフィッティングという方法が

用いられるが、3D スキャン上のランドマークをユーザ

ーの手作業で与えるため、多大な労力を要していた。こ

のため、ユーザーの労力を最小限に抑えることが可能な

テンプレートフィッティング手法を開発した。提案手法

は、等角写像を利用した変形制約を導入することにより、

従来の方法に比べて変形時のメッシュのひずみを低減し、

必要となるランドマーク数を削減した。また、テンプレ

ートと3D スキャンをマッチングし、フィッティングを

自動化する手法を開発した。さらに、テンプレートフィ

ッティングのためのインタラクティブなインターフェイ

スを構築した。 

装着物シミュレータは、バネモデルを用いて構築する

こととした。従来法を改良し、平面内の伸縮だけでなく、

曲げ変形のシミュレーションも可能にした。また、物体

衝突モデルを導入し、布を模擬した単純な平面モデルと

身体の剛体形状との接触状態を再現できることを確認し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマンモデル 

 

［研 究 題 目］車椅子型ロボットにおけるジェスチャー

による HMI の開発と評価 

［研究代表者］橋本 尚久（知能システム研究部門） 

［研究担当者］橋本 尚久、Ali BOYALI 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、自律移動可能な車いす型ロボットにおける

ヒューマンマシンインタフェース（HMI）において、

搭乗者によるジェスチャーモーションを利用した HMI
の開発を目的としており、平成25年度においては、ジェ

スチャーモーション推定手法の開発を行った。詳細につ

いては，下記に説明する。 

 ジェスチャーモーション推定を行うための、手や動き

は人によって多少異なるため、様々なデータを学習する

必要がある。まず初めに、実際の自律移動可能機能が付

加された車いす型ロボットに改造を施し、ジェスチャー

モーションを推定するためのセンサ及び計算機の取り付

け、それらに関連する配線の取り回しを行った。先に述

べた学習においては、搭乗者の実際の利用シーンにおけ

る実データ取得が重要であり、本改造により、後の実験

においても、利用者は実環境で使用する体制での学習及

び検証を行うことが可能となる。本研究では、動作の基

本動作として前進・後進・左旋回・右旋回・停止・後退

の5つのジェスチャーを車いす上の手の動きとして学習

し、実際の利用の際には、学習結果と比較して、パター

ンを認識する方法を利用した。学習・認識方法について

は 、 Block-Sparse Sparse Representation based 
Classification (BS-SRC)という手法を用いた。単純な

SRC の手法を用いるのに比べて、計算時間が早く、移動

手段においては、システムの迅速な反応が求められるた

め、この方法を採用した。本手法において、室内での実

験を行い、被験者3名による150回の施行による評価を行

ったところ、認識率99%という非常に高い有効性を示す

ことができた。 

 上記の結果を国内学会において口頭発表を行った。ま

た、実験による評価を通じて更なる改良を行うとともに、

それらの実験結果をもとに、国際学会への査読付き論文

へ投稿した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］移動ロボット、ヒューマンマシンインタ

フェース 

 

［研 究 題 目］ヒューマノイドの複雑動作生成のための

効率的な数値解法の研究 

［研究代表者］吉田 英一（知能システム研究部門） 

［研究担当者］吉田 英一、Adrien Escande 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、ロボット、特に複雑な機構を持つヒュー

マノイドの動作生成を効率的に行うための数値最適化手

法を明らかにすることを目的とする。 

平成25年度は、最適化計算の頑健化のため、主に(ⅰ)階

層化2次計画法（HQP）の非線形への拡張、(ⅱ)軌道生

成のためのロボットの関節や力の互換パラメータ化につ

いて、それぞれ基礎理論について研究を行った。(ⅰ)で

は、階層的2次計画法（HQP）を提案してきたが、これ

を非線形の場合に拡張し、逐次2次計画法（SQP）と同

様の新たな逐次 HQP を構築した。さらに、繰り返し計

算において、少なくとも1つの階層で改善がみられる場

合に計算を進める手法により、より効率的に問題が解け

ることを示した。(ⅱ)では、時間の関数である関節角や

接触力を軌道最適化の変数として用いると解決が困難と

なる問題を解決するため、これまで行われていなかった
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力やトルクの最適化のパラメータへの組み込み、接触力

のヤコビ行列の時間不変の分割により、力のパラメータ

を軌道のパラメータに自動的に適合する手法を構築した。 

これらの基礎的理論のそれぞれについて、数値計算ソフ

トウェアを用いてプロトタイプをプログラムして検証し、

複雑な非線形性を持つロボットの動作最適化計算の効率

化に対して有望な結果を得た。構築している最適化手法

の応用例として、人体の動力学パラメータの同定への適

用についても検討を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］動作最適化、ヒューマノイド、２次計画

法 

 
［研 究 題 目］ヒューマノイドによる動作模擬に基づく

人間動作解析と理解 

［研究代表者］吉田 英一（知能システム研究部門） 

［研究担当者］吉田 英一、Jovana Jovic 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本課題では、ヒューマノイドロボットにより人間の動

作を再現することで、歩行などの人間のダイナミックな

動作をより深く理解することを目的とする。 

平成25年度は、今後の人間動作の動力学的に解析し、

その特性を理解するために必要となる基盤要素として、

(ⅰ) 人体各部分の慣性パラメータの同定手法の構築と、

(ⅱ)人間の動作の測定と解析を行った。(ⅰ)では、従来

法で問題となっていた、物理的に意味のない負の慣性な

どが計算される、計算結果が直観的に理解しにくい、と

いった課題を解決するため、人体の慣性パラメータの同

定問題を、動力学方程式をできるだけ満たし、慣性の正

値性、さらに文献における参照値を制約とする階層的な

最適化問題として定式化した。これにより、より実際に

近い慣性パラメータを導出する方法を構築した。(ⅱ)で

は、人間の動作をモーションキャプチャと床反力計を用

いて人間の持ち上げ動作を例に取りって計測し、その結

果について(ⅰ) で構築した手法により解析を行い、従

来法よりも実際に近いパラメータが同定されていること

が確認された。また、重りなどを持つことで人工的に物

理パラメータを変更した場合でも、同様の方法で変化し

た物理パラメータを十分正確に導出できる結果が得られ

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］人間動作理解、ヒューマノイド、システ

ム同定 

 
［研 究 題 目］地中熱ポテンシャル評価手法の高度化と

東北5地域における地中熱ポテンシャル

評価 

［研究代表者］内田 洋平（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］内田 洋平、吉岡 真弓、シュレスタ・

ガウラブ（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネルギー技術のひとつである地中熱利用システム

は、深度50～100m 程度の地中に賦存している熱エネル

ギーを冷暖房や融雪等に利用する技術である。日本にお

ける地中熱利用システムの普及を考えた場合、その導入

コストを下げ、システム効率の向上が重要であり、その

ためには地域毎の地中熱利用システムに関わる地下情報

をまとめる必要がある。本研究では、地下水流動・熱交

換量予測シミュレーションおよび温度応答試験に基づく

東北5地域における地中熱ポテンシャルマップを作成す

る。そして、地球科学的な視点から適切な掘削深度・掘

削地点の配置を示し、総合的な掘削費用の低コスト化を

目標とする。本研究は、東北地方太平洋沖地震によって

大きな被害を受けた東北地方に、再生可能エネルギーの

一つである地中熱利用システムの普及・促進を目指すも

のである。 

 平成25年度は、東北主要地域における既存の水文地質

データの収集およびコンパイルを実施した。その後、コ

ンパイルしたデータを基に、三次元地下水流動・熱輸送

モデルの構築を行った。モデルの構築に当たっては、

WASY 社の 3次元地下水流動・熱輸送解析コード

FEFLOW を用いた。また、モデルの境界条件に関して

は、流域全体におけるその地域の地下水流速や地下の温

度分布を把握するため、周辺の山地・丘陵地の分水嶺を

境界に設定した。構築されたモデルは、現場の水位デー

タや地下温度データなどを用いてキャリブレーションを

実施した。 

［分 野 名］地質、環境・エネルギー 

［キーワード］地中熱ポテンシャル評価、地下水流動・

熱輸送モデル、東北地域 

 

［研 究 題 目］生物的原油分解メタン生成ポテンシャル

とメカニズムに着目した油層特性評価技

術の開発 

［研究代表者］坂田 将（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］坂田 将、玉木 秀幸、眞弓 大介 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
 国内の異なる油層の原油分解メタン生成ポテンシャル

に関連する現場情報を多角的な視点から収集した。具体

的には、秋田県と山形県の油田から7坑井を選定し、新

たに油層試料（ガスと油層水と原油）を採取した。これ

らを用いて、原油分解ポテンシャルに関連する(1)現場

油層環境の地球化学的データの収集・解析と(2)現場油

層環境の分子生態学的データの収集・解析を行った。ま

た一方で、(3)油層環境模擬高温高圧培養システムを用

いて油層のメタン生成環境を実験室で再現し、原油分解

活性の有無を調査した。その結果、山形県の油層試料に
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ついて、飽和炭化水素成分中の n-アルカンの相対的減

少等の原油生分解の地球化学的兆候を見出すとともに、

炭素-13トレーサーを添加した高温高圧培養実験におい

て原油分解活性を検出した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］油田、微生物、原油分解メタン生成ポテ

ンシャル、地球化学的分析、分子生態学

的分析、高温高圧培養実験 

 

［研 究 題 目］ゲノム解析と培養試験による海洋のメタ

ン酸化微生物群の共生機構の解明 

［研究代表者］竹内 美緒（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］竹内 美緒（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 メタンは二酸化炭素に次ぎ重要な地球温暖化ガスであ

る。海洋においても、温暖化によるメタンハイドレート

の溶解、メタンハイドレート開発に伴う漏出など、大気

への放出量の増加が懸念されている。海洋から大気への

メタン漏出を抑制する微生物に海洋のメタン酸化細菌が

いる。しかし、海洋のメタン酸化細菌は一般に分離培養

が困難であり、詳細な性質解明や重要性の評価が進んで

いない。本研究では、我々が新規に取得した海洋のメタ

ン酸化群集について培養試験とゲノム情報解析を併用し、

海洋メタン酸化細菌のさらなる詳細な知見を得ることを

目的とした。まず、海洋のメタン酸化群集から3種類の

新規微生物の分離培養に成功したことから次世代シーク

エンス解析を活用し、これらのゲノム解読を行った。そ

の結果、Gela4株については完全ゲノム情報の取得に成

功し、S8株、MA2株についてもドラフトゲノム情報が

得られている。まずはこれら個々のゲノム情報について

の情報をまとめ、各微生物の代謝経路（メタン酸化、メ

タノール酸化、脱窒等）を明らかにした。また、メタノ

ール資化細菌（Gela4株）については新属新種提案を行

い、メタン酸化細菌（S8株）についても新種提案中で

ある。今後は、他の微生物とのゲノム比較を通した海洋

メタン酸化細菌の進化や代謝特性の解明、トランスクリ

プトーム解析を通した海洋のメタン酸化群集における共

生関係の解明等を進める必要がある。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］メタン 海洋細菌、メタン酸化細菌、ゲ

ノム 

 

［研 究 題 目］環境微生物集団における未知微生物群の

探索 

［研究代表者］片山 泰樹（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］片山 泰樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 近年、大量塩基配列解読技術の普及によって、微生物

の群集構造をより俯瞰的に把握することが可能となっ

た。しかし、当該技術でさえ環境微生物群集構造の全体

像、特に、相対量の少ない菌群を把握するには不十分で

あることが最新の研究動向から示唆された。本研究で

は、微生物集団に相対量の少ない、未だ見ぬ多様かつ新

規な微生物群が存在するかどうかを明らかにする。活性

汚泥を対象とし、優占微生物種を物理的に排除する試み

を行っている。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］微生物群集構造、稀少微生物群、活性汚

泥 

 

［研 究 題 目］イオン吸着型希土類鉱床の探査法の確立

と資源量評価 

［研究代表者］実松 健造（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］実松 健造（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 イオン吸着型希土類（レアアース）鉱床が重希土類に

富むためには、原岩花崗岩の地球化学的特徴に強く依存

することがこれまでの当該研究で明らかになってきた。

ミャンマー国には白亜紀～新第三紀の花崗岩が南北に分

布しており、重希土類に富む花崗岩も確認されている。

本地域の花崗岩の地球化学的特徴と希土類資源ポテンシ

ャルを明らかにするために、花崗岩の化学分析を行った。

希土類含有鉱物を特定するための SEM-EDS 分析を行

った。 

 Mon 州と Mandalay 管区の花崗岩の多くは普通角閃

石花崗閃緑岩や黒雲母花崗岩から構成され、一部の花崗

岩は片麻岩質であった。花崗岩類の SiO2含有量は62.5 

－76.5%を示した。希土類含有量は60～62ppm であり、

相対的に軽希土類に富むものから重希土類に富むものま

で様々であった。希土類含有量はそれぞれのマグマの部

分溶融度の影響を受けていると考えられるが、軽希土類

／重希土類比は結晶分化作用の影響を強く受けていた。

中国のイオン吸着鉱の原岩のように、特に重希土類に富

む花崗岩は、結晶分化作用が進んだもの（SiO2>～

75%）に限られ、白雲母の産出や、緑泥石や蛍石の変質

が特徴的であった。このような花崗岩が適度に風化する

と重希土類資源として有望となるが、風化殻の厚さが薄

い（5m 以下が多い）ため、その資源量は多くはないと

推定される。 

 SEM-EDS による観察・鉱物の分析の結果、特に分

化した花崗岩においては、マグマ性の褐レン石-（Ce）
やチタン石がまれとなる一方、熱水性の希土類フッ素炭

酸塩、モナズ石、ゼノタイム、褐レン石-（Y）らしき

鉱物などが確認された。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］希土類（レアアース）、イオン吸着鉱、

資源、風化、花崗岩、ミャンマー 

 

［研 究 題 目］地中熱利用技術開発のための多孔質媒体

中の水・熱輸送モデルの高度化に関する
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研究 

［研究代表者］吉岡 真弓（再生可能エネルギー研究セ

ンター（兼）地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉岡 真弓（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 再生可能エネルギーである地中熱利用の分野において、

効率向上システムの開発に向けて地盤と熱交換器との熱

交換率の増強に関する研究開発が進められている。その

中には、砂利等の比較的透水性の高い多孔質媒体を活用

する技術も進展しており、多様化する浅層の地中熱利用

システムの技術開発のためには、様々な地盤の粒径に対

し地下水流動やそれに伴う熱輸送の変化を適切に評価で

きる数値モデルが必要である。本研究では、特に高透水

性の多孔質媒体中の水・熱輸送モデルの構築を目的とし

て、室内における温水の浸透実験および数値シミュレー

ションモデルの開発を実施した。本年度は、昨年度製作

した1次元円筒カラムを基本とした実験装置を用い、不

飽和状態の高透水性多孔質体に温水を繰り返し注入する

浸透実験を実施した。実験では流体速度に加え、多孔質

体中の温度および排水温度の変化を測定した。また、研

究代表者が構築した多相流数値モデルを元に、多孔質体

中の固相・液（水）相・気相の温度を個別に求められる

ようなシミュレーションモデルの構築を実施した。改良

型数値モデルを用いて実験結果の再現を行い、モデルが

実験結果を概ね再現できることを確認した。今後は、さ

らに様々な粒子径のサンプルを用いてモデルの妥当性の

検証を行う。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］多孔質体、熱輸送、数値シミュレーショ

ン、流体流動 

 

［研 究 題 目］低炭素型枯渇油田再生化技術の開発を目

指した原油分解メタン生成メカニズムの

解明 

［研究代表者］眞弓 大介（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］眞弓 大介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 油層内微生物の原油分解・メタン生成経路を評価する

ため、国内油田の2カ所の生産井から油層水と原油を採

取し、現場油層環境を模擬する高温高圧培養実験と

CCS 後の高濃度 CO2環境を模擬する高温高圧培養実験

を行った。一方で、採取した油層水や原油の地球化学的

な分析を行った。その結果、ある1カ所の油田において

のみ生物的原油分解反応の兆候が観察された。 

 高圧培養の期間中、油層水の有機酸とヘッドスペース

ガス中のメタンと二酸化炭素の濃度を定期的に測定し、

その経時変化を検討した。その結果、上記の生物的原油

分解反応の兆候が観察された油層試料において、培養後

150日後から原油無添加区に比べて原油添加区で有意な

メタン生成が観察された。また、CCS 後の高濃度 CO2

環境を模擬する高温高圧培養においても、原油からのメ

タン生成反応を観察した。今後も培養を継続し、メタン

生成の増加を観察する一方で、採取した油層試料の地球

化学的および微生物学的解析も進める。 

［分 野 名］地質  

［キーワード］油田、油層内微生物、高圧培養、原油分

解メタン生成経路、遺伝子解析 

 

［研 究 題 目］東京地域における都市地下温暖化の形成

過程解明と将来予測に関する研究 

［研究代表者］宮越 昭暢（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］宮越 昭暢（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
近年、都市の地下で生じている環境変化として地下温

暖化が報告されている。本研究の目的は、東京地域（東

京都、埼玉県南部）における現地調査、観測データの解

析と三次元地下構造モデルを用いた地下水流動・熱輸送

シミュレーションを実施して、都市地下温暖化の形成過

程を解明し、将来予測を試みる。 

本研究では、都心－郊外・深度による温度上量率や地

下ヒートアイランド等の都市特有の地下温度の特徴を明

らかにする。また、シミュレーション結果と観測データ

の検証により、地下温暖化形成に寄与する地表面温度上

昇と地下構造物の廃熱の影響分離と定量的評価を行い、

地下熱環境の変化を予測する。都市地下熱環境は、地中

熱利用の普及により変化が進む可能性があるが、未解明

の領域である。本研究の成果は、持続的な地下環境の利

用に貢献できる。 

平成25年度においては東京首都圏の観測井の中からモ

ニタリングポイントを選定し、地下温度長期モニタリン

グを開始した。地下温度の変化は微細であることが予想

されたが、日‐季節‐経年の時間スケールで区分して変

動傾向を把握することが本研究の目的を達成するために

は欠かせない。したがって、全てのモニタリングポイン

トで精度や確度を統一させるため、モニタリング開始に

先立ち、実験室において高精度温度計や水位計の動作確

認と校正作業を実施した。 

モニタリングポイントについては、10地点を選定した。

地点選定においては、都市化の影響を評価するため、土

地利用と変遷に関する情報を収集し、都市中心部のみに

限定せず、比較対象とするため郊外にも配置するように

工夫した。また、地域による地下水流動の違いが地下温

度分布どのような影響を与えるか評価するため、地下水

利用の実態の違いを検討できるようにも工夫した。 

全てのモニタリングポイントには、観測井孔内の水位

変化の影響を検討するため、水圧計も温度計に併せて設

置した。また、モニタリングポイントの選定には、既存

のモニタリング地点も含めた。これら既存地点について

はモニタリング機器の性能や確度が統一されておらず地

点間の広域的なデータ比較が困難である問題点があった
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が、本研究によりこの問題点を解消することができた。 

地下温度長期モニタリング開始の際には、併せて地下

温度プロファイルの測定も実施し、当該データを得るこ

とができた。このデータは温度計設置深度の検討に適用

しただけでなく、今後のデータ解析にも活用する。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地下温暖化、都市化、地下水流動、地下

ヒートアイランド、モニタリング、東京

首都圏 

 
［研 究 題 目］重希土類資源として最適な難溶性鉱物

の資源評価法の開発 

［研究代表者］星野 美保子（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］星野 美保子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 アルカリ火成岩に含まれるジルコンやユージアル石な

どの鉱物が、資源として重要な重希土類元素を多量に含

有することは古くから知られていたが、風化や変質に強

く分解しにくい鉱物であるため、これまで資源開発の対

象になっていなかった。しかし、研究代表者らの最近の

研究により、アルカリ火成作用に伴う熱水活動の過程で

形成された HREE 含有ジルコンは、結晶性が著しく低

下しており、簡単な酸処理で HREE をほぼ100%抽出で

きることが判明した。そこで、本研究課題では、ジルコ

ン以外の鉱物にもこの手法を適用し、HREE 資源とし

て利用を難溶性鉱物の資源評価を提案することを研究の

目的とする。そこで、平成25年度は、(1)産地や形成条

件の異なるジルコン、フェルグソン石、エルピダイト、

ユージアル石、モサンドライトに含まれる HREE の含

有量の決定と(2)モンゴル Khan Bogd アルカリ岩鉱床

の地質調査・試料採取を実施した。(1)に挙げた鉱物に

対して、EPMA と LA-ICP-MS を用いて、上述の鉱物

の正確な希土類含有量を決定した。その結果として、有

望な希土類鉱山であるキパワ鉱山では、これまでユージ

アル石が主要な希土類鉱石と考えられてきたが、ユージ

アル石には、総 REE 量が最大でも2wt%程度しか含まれ

ておらず、主要な希土類鉱石はモサンドライトであるこ

とが本研究により新たに判明した。さらに、平成25年度

7月6-10日の日程で、Mendel 大学の Jindrich Kynicky
准教授と共同で、モンゴルの Khan Bogd アルカリ岩鉱

床の地質調査を実施し、本鉱床の重要な希土類鉱石であ

るエルピダイトを多量に含む鉱石を採取した。資源量評

価に必要なエルピダイトの分布状況について詳細に記述

することができた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］重希土類資源、難溶性鉱物、資源評価 

 

［研 究 題 目］地殻から上部マントル環境下におけるか

んらん石の3価鉄の存在状態と存在領域

の解明 

［研究代表者］江島 輝美（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］江島 輝美（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、マントル構成鉱物における Fe の酸化状態が注

目され（McCammon、2006）、超高圧条件下での Fe3+

に関する実験的研究が行われている。かんらん石構造中

の3価の陽イオンの存在は欠陥構造を生じさせ、かんら

ん石の欠陥構造は、マントルにおける物質循環の要因と

もなっているかんらん石の流動性に関係するため、マン

トル条件下でのかんらん石中の Fe3＋の有無とその量は

注目される。しかし、マントルにおけるかんらん石の

Fe3+に関する研究は極めて少なく、高圧条件下でのかん

らん石における Fe3+の普遍性の解明は十分ではない。

従って、本研究ではマントルにおける圧力条件が異なる

ゼノリス試料（レールゾライト、スピネルレールゾライ

ト、沈積岩各種）中のかんらん石の Fe3+の存在の有無

および存在状態を調べることによって、マントル条件下

におけるかんらん石中の Fe3+の存在状態を解明し、か

んらん石中の Fe3+の存在領域を推定することを目的と

して研究を進めている。 

H24年度は隠岐の島大久地域・黒島、福岡県高島にお

いて地質調査を行い、数十個のさまざまな種類のゼノリ

スを採取した。肉眼および双眼顕微鏡下で風化の影響が

認められなかった7試料に関して現在 EPMA（構成鉱物

の定量分析）、XRD（構造解析および純度の評価）、

HETEM（微細構造の観察）、メスバウアー分光分析

（Fe の酸化数の決定）の準備を進めている。また、モ

ンゴル Tariat 地域におけるスピネルレールゾライト(九

州大学小山内教授提供)の構成鉱物および玄武岩溶岩中

のかんらん石における Fe の酸化数をメスバウアー分光

分析および電子線微小部分分析（EPMA）法を用いて

定量し、これらの構成鉱物に含まれる Fe3+の形成時期

について検討した。この成果は、日本惑星連合2014年度

年会5月2日において公表した。今年度は、前年度の成果

を IMA2014（南アフリカ）において公表する予定であ

る。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］マントルゼノリス、かんらん石、Fe の

酸化数、メスバウアー分光分析、高分解

能透過型電子顕微鏡、モンゴル 

 

［研 究 題 目］巨大地震断層の三次元高精度構造と物性

の解明 

［研究代表者］朴 進午（東京大学） 

［研究担当者］森田 澄人（地圏資源環境研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 当研究テーマにおける5か年の新学術領域研究の最終

年度として、H25年度はこれまでに進めてきたデータ解

析の強化および取りまとめを行った。主として、巨大分
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岐断層の挙動に関連した前弧海盆周辺の発達様式を明ら

かにすることを目的に行った、東南海地震の震源域とさ

れる南海トラフ熊野海盆海域の反射法地震探査データを

用いた地質構造解析においては、これまでの成果にデー

タを追加して解析精度を挙げた。本研究の理念は、地震

探査で不明瞭な古期付加体を基盤として形成された、そ

の上位の明瞭な前弧海盆の地質構造を復元することによ

って、下位の古期付加体の挙動を明らかにするものであ

る。ここでは、比較的明瞭な熊野海盆堆積層の地質構造

を明らかにし、その発達過程を明らかにすることで、海

盆発達期における基盤となる古期付加体のブロック運動

などを明らかにした。 

 解析結果として、1Ma 以前に現在の熊野海盆を広く

覆う範囲で広域の不整合が形成され、それ以降、海域に

おける造構運動が活発化したことが明らかとなった。ス

プレー断層の活動による外縁隆起帯の形成や、志摩海脚

の隆起、および西部隆起帯の形成などが進行し、それら

に伴い堆積速度の高い環境に変化した。海盆中部では、

海側から陸側へジャンプする褶曲帯が形成された。すな

わち、その下位に位置する古期付加体が海側から陸側へ

ドミノ式にブロック運動したことを示している。これは

付加体前線部で褶曲・スラスト構造が一般的に陸側から

海側へジャンプするのとは逆向きの変化である。また、

最新の堆積層が示すアバット不整合の関係から、数十万

年前を境にして熊野海盆の全体で褶曲活動が停止してお

り、南部では外縁隆起帯が発達を休止する一方で、小規

模の正断層群が発達している。これらの様子から、現在

の熊野海盆は顕著な変形を伴なわない静穏期にあると考

えられる。これまでの研究から、付加体前線部では現在

付加作用が進行してないことが知られており、解析結果

はこれと整合的な結果となる。ただし、現在海底で確認

できる泥火山は、早期のもので約100万年前からの泥ダ

イアピル活動を示しており、現在も活動は継続している。

一部の泥火山噴出物には、南海付加体最初期の堆積物が

含まれる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海溝型巨大地震、熊野海盆、古期付加体、

反射法地震探査 

 

［研 究 題 目］ヒートアイランド現象の抑制を目指した

冷房排熱の帯水層処分システムの実用化 

［研究代表者］吉岡 真弓（再生可能エネルギー研究セ

ンター (兼)地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉岡 真弓、内田 洋平、シュレスタ・

ガウラブ（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒートアイランド現象の有効な対策の一つが地中熱利

用技術による冷房排熱の従来型大気放散から地中処分へ

の転換である。これにより夏季気温の低下が期待できる。

本研究では、帯水層間のポテンシャル差または地表から

の水圧入により熱交換井内に鉛直方向の地下水流れを発

生させ、冷房排熱の帯水層圧入処分によるゼロエミッシ

ョン型冷房システムの構築と共に、システム導入を見据

えた地中熱のポテンシャル評価を行うことを目的として

いる。産総研では実証試験サイトのある津軽平野および

弘前地域における地中熱ポテンシャル評価を実施した。

地中熱ポテンシャル評価では、対象地域で実施された熱

応答試験の結果を元に地下水流動熱輸送モデリングを行

い、地中熱利用ポテンシャル評価を行った。今年度は、

それに加え、地中熱利用システムの導入による経済性に

ついて検討した。代表的なヒートポンプを仮定し、地中

熱システムを各地域で導入した場合の成績係数

（COP）および省エネルギー性能について推定した。

その結果、津軽平野内において、地域によって COP で

3.8～4.9、また、消費電力として0.9～1.4kW の違いが

生じることが示された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地中熱利用、ヒートアイランド、帯水層、

数値モデリング、COP、消費電力量 

 

［研 究 題 目］ベトナムにおける鉱物資源開発に関する

ガバナンス 

［研究代表者］村尾 智（地圏資源環境研究部門） 
「研究担当者」村尾 智（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 平成23、24年度の研究の成果を各方面に公開し、情報

の共有、意見交換をはかった。 

研究代表者である中野（大東文化大）は、東南アジア

学会研究大会（2013年6月2日、鹿児島大学）において、

「大規模開発をめぐる『ガバナンス』の諸問題」と題し、

ベトナムのボーキサイト開発の現地調査報告を、また日

本国際政治学会2013年度研究大会（2013年10月26日、新

潟・朱鷺コンベンションセンター）において、「ベトナ

ムにおける市民社会の形成と政治発展の可能性─大規模

開発をめぐるガバナンスの事例を中心に─」と題し、現

地調査および国際シンポジウムの成果発表を行なった。 

また、中野と村尾は、第23回環境地質学シンポジウム

（2013年11月30日、産業技術総合研究所）において、

「大規模開発をめぐるベトナム政府の説明と対応に関す

る現地調査報告」と題して、現地調査と国際シンポジウ

ムの成果報告を行い、地質学をはじめ自然科学分野の研

究者との間で情報の共有と意見交換を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ベトナム、商工省、鉱業法、透明性、情

報公開、資源開発 

 

［研 究 題 目］南アフリカ大深度鉱山での AE 計測第二

期：地下空洞による岩盤損傷の監視と山

跳ね予知 

［研究代表者］中谷 正生（東京大学） 
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［研究担当者］雷 興林（地圏資源環境研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 南アフリカ（以下南ア）の金鉱山では、地下3km 程

度で進行中の大規模な採鉱によって数年で大きな地震

（山跳ね）を起こすまでに応力が高まる。大きな山跳ね

に前震等の直前先行現象が伴うことの多い、よく発達し

た地質断層を立体的に囲む100m 規模の AE 観測網を展

開し、大きさ10cm オーダーの試料を用いる室内岩石破

壊実験を加え微小破壊（mm～cm サイズ）までの精密

震源位置標定、応力への応答などの解析を通して、微小

破壊からより大きな規模の破壊に至までの様々なスケー

ルでの岩盤破壊プロセスを実証的に明らかにする。 

産総研分担課題では、パイロットホールやセンサ埋設

孔から採取された鉱山内観測領域内の岩石のコアサンプ

ルを用い、室内 AE 発生実験を行う。観測領域は、複数

の礫岩層を含む珪岩からなっており、地層は、複数の断

層で複雑に寸断されており、また、主要な断層は、石英

沈着脈らしき独特の物質で充填されている。研究期間中、

採掘による空洞が、現地観測領域の20-40m 上方で拡大

しており、観測領域内の岩盤は、その位置に応じた、大

きな応力変化の履歴を経験した。観測された AE データ

百万個を超えた。観測領域内の様々な岩種が応力変化に

対してみせる AE 活動の消長を室内実験において把握し

ておくことが主要な研究内容である。 

 平成25年度は、前年度までの室内実験で得た結果の解

析を行い、現地から採集した断層面周辺の岩石試料計4

個（石英岩1個と斑レイ岩3個）を用いて室内岩石破壊実

験を追加実施した。また、実験後の試料に対し3次元 X
線 CT 画像を撮影した。これらの実験データの解析によ

り、既存の微視構造の役割や、微小破壊から大規模破壊

に至るプロセスなどについて考察し、原位置 AE 観測デ

ータの解釈に資する基礎データを得た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］室内岩石破壊実験、AE 技術、共同研究、

南ア鉱山、山跳ね、誘発地震 

 
［研 究 題 目］シビアな環境汚染除染以降のブラウンフ

ィールド問題とリスクコミュニケーショ

ンの課題 

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 
「研究担当者」保高 徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、東京電力福島第一原子力発電所の事故以降

に発生したブラウンフィールド（未利用地）問題とリス

クコミュニケーションに関する研究課題である。 

 環境中に放出され、地表面に沈着した放射性セシウム

に起因する空間線量率等の上昇により避難を余儀なくさ

れた地域を対象として、GIS 等を用いて未利用地とな

る可能性がある土地利用・空間線量率等を算定した。 

 さらに、長期的な避難に伴う帰還後の課題として、他

地域の災害による長期避難の事例（東京都三宅島・新潟

県山古志村）をもとに、今後生じうる課題を整理した。

また、現在も避難を余儀なくされている区域である福島

県伊達郡川俣町山木屋地区の住民と定期的に対話を持ち、

現状に関するヒアリングを行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］放射性セシウム、ブラウンフィールド、

住民、リスクコミュニケーション 

 
［研 究 題 目］丘陵地森林の放射性物質の流出・循環の

景観生態学的分析と里山の生態的再生の

検討 

［研究代表者］保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］保高 徹生（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、環境中に放出され、地表面に沈着した放射

性セシウムの丘陵地森林からの流出特性を評価すること

を目的としており、分担研究者として参加している。 

 平成25年度は、福島県伊達郡川俣町山木屋地区内の丘

陵地森林を対象として、降雨時の渓流からの放射性セシ

ウムの流出特性について、水位計連動型自動採水器を用

いた評価を実施し、丘陵地森林からの水経由の放射性セ

シウムの流出量は沈着量の1%以下と少ないことを確認

した。また、山木屋地区内の8地点の河川水のモニタリ

ングも継続時的に実施し、地区毎からの流出特性につい

て検討を実施した。さらにプルシアンブルーを用いた林

内雨モニタリング装置を開発し、現地にて実証試験を実

施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］放射性セシウム、丘陵地森林、流出特性、

林内雨 

 
［研 究 題 目］化学形態とヨウ素同位体比に基づく地

下深部でのヨウ素の挙動解明 
［研究代表者］東郷 洋子（地質情報研究部門） 
［研究担当者］東郷 洋子（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 
日本は世界で二番目のヨウ素生産国であるが、高ヨウ

素濃度の地下水形成過程は未解明な点が多い。本研究で

は、地下水および岩石のヨウ素の化学形態やヨウ素同位

体比を決定し、地下環境中でのヨウ素の存在状態や移動

過程を調べた。本年度は、幌延地域（北海道）と常磐・

浜通り地域（茨城県・福島県）の二つの地域を対象とし

た。 

(1) 幌延地域：昨年度は地下水および岩石中のヨウ素の

化学形態を決定したため、本年度は地下水および岩石

のヨウ素同位体比を測定した。その結果、地下水のヨ

ウ素年代は、42-60Ma となり、産出する地層（声問

層・稚内層）のヨウ素年代よりも古い値となった。こ
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のことから、地下水中のヨウ素は産出する地層よりも

さらに下位の地層から溶出、蓄積したと考えられる。 

(2) 常磐・浜通り地域：地下水のヨウ素同位体比および

ヨウ素濃度を測定した。ヨウ素／塩素比は地下水試料

の温度と相関した。ヨウ素同位体比から計算されたヨ

ウ素年代は39±4Ma となり、ヨウ素の起源は比較的

均一であることが分かった。ヨウ素の起源としては、

「常磐堆積盆由来」と「沈み込んだ堆積物由来」の二

つの可能性が挙げられる。しかし、現在の常磐堆積盆

は地温勾配が低いため、高温の地下水の供給源とは考

えにくい。さらに、高ヨウ素／塩素比および高温の地

下水は基盤岩である花崗岩から採水しているため、沈

み込んだ堆積物に由来する水が深部から上昇している

と考えられる。このことは、東北日本沈み込み帯の水

循環を解明するために重要な結果である。地下深部で

の流体の存在は、地震の発生にも大きな影響を与える

ため、今後の関連研究にインパクトを与えると期待さ

れる。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］ヨウ素、X 線吸収端近傍構造、ヨウ素同

位体比 
 
［研 究 題 目］造礁サンゴ骨格による気候変動解析の新

展開 
［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 
［研究担当者］鈴木 淳、中島 礼、岡井 貴司 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 造礁サンゴ骨格に記録された気候変動情報は、精度や

時間分解能の点で他の間接指標と比較して抜群の性能を

持つ。サンゴ骨格の元素・同位体比組成が、無機合成さ

れた炭酸塩中での平衡論的挙動と異なる「生物学的効果

（vital effect）」の解明も近年大きく進んだ。本課題で

は、「間接指標（酸素同位体比・Sr/Ca 比）の成長速度

依存特性」、「炭素同位体比の制御因子」、「種内変異（群

体間差異）が抑制／拡大されるメカニズム」の3つの問

題に集中し、サンゴ骨格による気候変動研究の確度・精

度向上を推進する。 
 今年度は「適度な強光環境は、間接指標の骨格成長速

度や健康状態への依存性を抑制する」という仮説の検討

を目的として、琉球大学瀬底研究施設の屋外水槽で実施

された光量3段階のハマサンゴ長期飼育実験で得られた

ハマサンゴ骨格を分析した。光量は、遮光スクリーンに

より通常の－10%、－30%、－50%に減光されており、

それぞれ水深約3m、5m、および10m の光環境に対応す

る。これらは、骨格化学組成の種内変異および群体間変

異を検討するのに適した試料群であり、これらの骨格組

成を分析し、サンゴが環境を記録する際の誤差の大きさ

を評価し、生物パラメータとの対比によりその要因とし

て、光量の重要性を検討した。特に、酸素同位体比と

Sr/Ca 比などの骨格組成の成長速度依存性を評価検討し

た。成長速度が大きい群体では、酸素同位体比と炭素同

位体比が夏期に逆相関を示したのに対して、成長速度が

小さい群体では正相関が見られた。光量制御によって生

じた成長速度の大小が、酸素・炭素同位体比にも影響す

ることはサンゴ骨格記録解析の観点から重要な知見であ

る。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］酸素同位体比、ストロンチウム／カルシ

ウム比、炭素同位体比 
 
［研 究 題 目］SQUID 顕微鏡による惑星古磁場の先端

的研究の開拓 
［研究代表者］小田 啓邦（地質情報研究部門） 
［研究担当者］小田 啓邦、宮城 磯治、片山 礼子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、SQUID（超伝導量子干渉素子）顕微鏡を

用いて惑星古磁場の研究の基礎を開拓することを目的と

し、金沢工業大学・高知大学・東北大学・海洋研究開発

機構の研究分担者の協力のもとに推進している。本年度

は研究の核となる SQUID 顕微鏡の開発に注力した。

SQUID 顕微鏡の先端メカニズムを装着した特殊デュワ

ーを製作し、10リットルの液体ヘリウムで3日間以上連

続使用できるものが完成した。先端部にはサファイア製

ウィンドウを装着したが、もっとも薄い部分は厚さ

40µm である。この内側にサファイア製のロッドを配置

したが、直径2mm の先端部に検出コイルのサイズが

200µm の SQUID センサが載った1mm 角のシリコン基

板を接着した。サファイアロッドの根本の到達温度は5K

以下で、SQUID センサを安定動作させることに成功し

た。磁鉄鉱を含む川砂ジルコンをエポキシ樹脂に埋め込

んだものと25µm の直線電流を用いた試験測定を行った。

直線電流の理論値との比較を行った結果、SQUID セン

サがサファイアウィンドウに最も近づいた状態で800ミ

クロンが達成されたことが確認できた。 

 薄片試料を制御する XY ステージも開発完了した。

XY 方向の精度は10µm 程度でストロークが100mm であ

る。薄片試料ホルダーはサファイアウィンドウにゴムで

軽く押しつけることができるようにし、光学顕微鏡・電

子顕微鏡と SQUID 顕微鏡の間で試料を移動させた場合

も相互位置関係が確認できるメカニズムを装備した。 

 鉄マンガンクラストによる古地磁気測定を行い、次年

度の薄片による SQUID 顕微鏡測定のための試料準備は

整った。残留磁化マップのインバージョンソフトウェア

も開発が進んでいる。本年度は研究推進のために研究代

表者と研究分担者による打ち合わせを5月19日、11月6日、

3月24-25日に計3回行い、開発状況と研究の方向性の確

認と推進を行った。 

［分 野 名］地質 
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［キーワード］SQUID 素子、岩石薄片試料、古地磁気

学、磁気マッピング、惑星古磁場、鉄マ

ンガンクラスト、残留磁化 
 
［研 究 題 目］火山噴火の物質収支 
［研究代表者］篠原 宏志（地質情報研究部門） 
［研究担当者］篠原 宏志、下司 信夫、風早 竜之介 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
 活発に噴煙・噴火活動を継続している桜島火山におい

て火山ガス組成観測を実施するために、火山ガス感応起

動型連続観測装置を開発し、桜島における試験観測を開

始した。Multi-GAS による火山ガス観測は、通常山頂

部等濃厚な火山噴煙が到達する場所を選定して実施する

が、桜島では噴火活動が活発であるため、観測装置を設

置できる場所は遠方の山麓部に限られる。予備調査によ

り、山麓部においても火山噴煙が流下到達する場合はあ

るが頻度が限られるため、火山ガス到達時に観測装置を

起動させ測定を行う事が必要である事が判明した。その

ため、SO2濃度警報装置を改良し、大気中の SO2濃度を

連続観測し一定値を超えた際に Multi-GAS 観測装置を

起動するシステムを開発し、桜島有村地区山麓に設置し

た。今回は1ppm を閾値として設定した。2014年1月15

日～2月13日の約一ヶ月間に14回 SO2最大濃度で2.0ppm
の火山ガスの到来が観測され、その結果、CO2/SO2モ

ル比 /0.7-3.2、SO2/H2S＝ 4.7-7.5、H2/SO2＝ 0.04-

0.20が得られた。 

 東京大学地震研究所が実施する桜島における無人ヘリ

による機動観測の一環として、無人ヘリに Multi-GAS
観測装置を搭載して、山頂近傍での噴煙観測を実施した。

無人ヘリの観測では、噴煙位置の認知が困難であるため

飛行径路の選定が困難であるが、今年度は SO2濃度計を

モニターしながら飛行するシステムを採用したことによ

り飛行径路選定が改善され、最大 SO2濃度2.7ppm の噴

煙の観測を行い、山麓で得られたと同様の組成の推定に

成功した。しかし、山頂近傍での結果は山麓での結果と

比較して組成幅が大きく、その原因の検討が今後の課題

として明らかとなった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］火山、噴火、火山ガス、噴煙、活動推移 
 
［研 究 題 目］高精度年代測定による海洋プレート沈み込

み開始過程のタイムスケールとその要因

の解明 
［研究代表者］石塚 治（地質情報研究部門） 
［研究担当者］石塚 治、針金 由美子 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、高精度年代測定技術を駆使し、沈み込み

開始時から島弧成長期の連続的な地質記録が保存されて

いる地殻層序（オフィオライト）に精密な時間軸を入れ

ることにより、この期間の火成活動（マグマ）の特徴と

地質環境の時間変化を詳細に明らかにする。さらに、沈

み込み開始と他の地質学的イベントとの時間的関係から、

何がプレート沈み込み開始のきっかけとなる主要な要因

であるのかを解明する。本年度はまずオフィオライト層

序の地質調査及び採取試料の分析により、この層序がプ

レート沈み込み開始とそれに引き続いておきた火成活動

を記録していることの検討を開始した。この目的のため

に、ギリシャ北部に分布する2つのオフィオライト

（Pindos と Vourinos）についての地質調査と岩石試料

採取を6−7月にかけて4名で実施した。本調査では、マ

ントルかんらん岩、ガブロ、火山岩類と、本研究に必要

な上部マントル、下部および上部地殻構成岩石について

いずれも複数のセクションで観察、採取することができ

た。調査後、岩石研磨薄片による記載、EPMA による

鉱物化学組成分析、XRF、ICP-MS、TIMS による全岩

化学組成分析、同位体組成分析を行っているところであ

る。これにより特に火成岩類の層準および地域の違いに

よる大きな組成変化が明らかになりつつある。一方オフ

ィオライトが形成されたテチス海東縁部、フィリピン海

南端部での有人潜水船しんかい6500による海底調査を実

施した（研究代表者、分担者1名、連携研究者1名が参

加）。パラオ海盆において海洋地殻構成岩石、また九州

パラオ海嶺東縁部で変成岩類の採取に成功した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］プレートの沈み込み、オフィオライト、

高精度年代測定 
 
［研 究 題 目］フィールドサーバによるリアルタイム降

灰観測手法の開発 
［研究代表者］古川 竜太（地質情報研究部門） 
［研究担当者］古川 竜太、及川 輝樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 フィールドサーバ技術を応用した火山灰観測装置を設

計し、導入予定のセンサの性能試験を行った。実地試験

は頻繁に爆発的噴火を発生する鹿児島県の桜島火山の南

東側山麓で実施した。レーザ回折方式の粒子センサにつ

いては、すでに感度不良域の存在が判明していたが、火

口から漂う火山ガスにより半年程度で粗動作不良となっ

たことから、より耐久性のあるセンサ類を検討すること

として、新型機の再設計を行った。また、火山灰堆積量

を定量観測するための回収容器の性能についても実地試

験を行った。容器の開口形状および面積と容器の設置場

所の高さや風速などの気象場の違いによる火山灰回収量

（単位面積当たり）には有意な変動が見られ、小さく浅

い容器では火山灰が十分に回収されていない可能性が示

唆された。特に雨天時には回収量が目減りする傾向が見

られた。直径30cm 以上，深さ30cm 以上の円筒形容器
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では比較的安定した回収量が得られた。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］火山、フィールドサーバ、火山灰、 

観測、リモートセンシング、Arduino、
花粉 

 
［研 究 題 目］高時空間分解能での地殻歪場の推定に

よるゆっくり地震の発生過程と条件の解

明 
［研究代表者］大谷 竜（地質情報研究部門） 
［研究担当者］大谷 竜、名和 一成（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 紀伊半島沖で発生しているゆっくり地震などを対象と

して、沈み込むプレート面上でのすべり面の拡がりやす

べり量の推定のための手法について精査した。プレート

境界上でゆっくり地震が発生すると仮定して任意のすべ

り量を与え、各観測点における地殻変動の計算値と観測

量との残差二乗和を最小にするように、断層の位置や拡

がり、すべり量をグリッドサーチで推定した。産総研歪

計観測網の観測点配置に対する、すべり量10mm 程度

（モーメントマグニチュードで5.7程度）のゆっくり地

震によるシミュレーションを行ったところ、均一なすべ

り分布を与えた場合、精度よく主要なすべり域やすべり

量を推定することができた。一方、不均質なすべり分布

を与えた場合、推定される断層面上のすべり域の拡がり

は実際のものよりも小さくなること、その反面すべり量

は大きくなること等が見られた。しかし全体的としてす

べり量の大きな領域に断層面が推定され、トータルとし

てのモーメントマグニチュードは、与えられたものと大

きく相違せずに推定できることが分かった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］ゆっくり地震、歪計、地殻変動、すべり

量、すべり域、モーメントマグニチュー

ド 
 
［研 究 題 目］地中レーダーを用いた地震性バリアー

システムの堆積様式の解明 
［研究代表者］七山 太（地質情報研究部門） 
［研究担当者］七山 太、渡辺 和明（地質調査情報セ

ンター）、吉川 秀樹（環境安全本部） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
 この科研費研究においては、走古丹バリアースピット

において浜堤を横断する5本の測線（H0、 H1、 H2、 

H3、 H6）を設定し、(1) GPS スタティックとトータ

ルステーションを用いた地形測量と地形断面図の作成、

(2) 地中レーダー（NOGGIN 250MHz）探査と探査記

録を用いた各浜堤の離水標高の計測、(3) ハンドボーリ

ング調査および(4) 掘削試料を用いた AMS14C 年代測

定およびテフラによる年代の検討、(5) EC、珪藻およ

び花粉分析による古環境の推定、(6) 海浜砂と砂丘砂の

粒度分析による判別、(7) 水域の音波探査や測深調査、

などを実施した。これまでの主な成果として、各浜堤間

低地の泥炭層の掘削により、上位から7層の完新世テフ

ラ、Ta-a（1739年樽前火山起源）、Ko-c2（1694年北海

道駒ヶ岳火山起源）、B-Tm（929年白頭山火山起源）お

よび Ma-b（10世紀摩周火山起源）、Ta-c（2.5ka 樽前火

山起源）、Ma-d（4.0ka 摩周火山起源）、Ma-e（5.2ka
摩周火山起源）が見いだされ、これらを時間面として、

約1000年オーダーでの地形発達史を解読することが出来

たことである。即ち、風蓮湖バリアーシステムが現在の

位置に成立したのは、H6測線での泥炭層基底の年代

（湿原環境の開始）から5500年前と推定されるが、その

下位の海進期バリアーは現在浸食されて地形としては存

在しない。その後、現在の海面停滞期バリアーシステム

に移行した。5200年前と4000年前に大規模な海進が繰り

返し起こり、その都度、干潟環境が広域に広がった。

BR5は4000年前に離水した湾央砂嘴が起源と考えている。

一方、最も若い浜堤である BR1は Ta-a、Ko-c2に被覆

されないことから、17世紀以降に過去のバリアースピッ

ト（BR2～BR5）の根元を浸食するように最も外洋側に

出現し、西別川河口から岬の先端（トウフト）まで明確

に連続する現在活動的な浜堤である。BR2はハルタモシ

リ付近から BR1と分岐し西別川河口まで連続する。こ

の浜堤は Ta-a、Ko-c2に直接被覆されることから、17世

紀に離水した可能性が高い。BR4の発生年代は、B-Tm
＋Ma-b に被覆されることから、9～10世紀と推定でき

る。走古丹の集落が立地する BR3の発生年代は明確で

はないが、17世紀よりも古く10世紀より若い、おそらく

12～13世紀と予測される。南千島海溝沿岸域では500年

間隔で発生した超巨大地震（Mw8.5）の存在が明確に

なり、特にこの地の地盤は17 世紀巨大地震時（もしく

はその後）には1～2m 隆起し、逆に地震以降現在まで

8.5mm/年の速さで沈降し続けてきたことがわかってい

る。少なくとも BR5よりも若い分岐砂嘴の出現には、

南千島海溝の地震性地殻変動が関わっていた可能性があ

る。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］海面変動、バリアーシステム、沿岸湿原、

地球環境、音波探査地中レーダー 
 
［研 究 題 目］琉球弧島嶼の沈降運動に関する地質学的

検証 
［研究代表者］荒井 晃作（地質情報研究部門） 
［研究担当者］荒井 晃作、井上 卓彦、佐藤 智之、

井龍 康文（名古屋大学）、町山 栄章 

（海洋研究開発機構） 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、かつては琉球弧の島嶼の一部であった可
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能性のある沖縄島と宮古島の間の高まりにおいて、高分

解能マルチチャンネル構造探査、第四紀堆積層の音響層

序学的な解釈、精密地形調査、岩石採取、採泥調査とそ

の年代決定により、１．島嶼の沈降が、いつどの様に開

始したかを検証する。沈降運動は琉球弧を胴切りする方

向の断層運動に関連していると考えられ、断層運動の変

位量や速度を求める。２．陸続きであったとされる宮古

島と沖縄島の間の溝がいつから形成され、発達したかを

解明する。それによって、従来の研究よりも精度の高い

古地理の復元を試みる。 

 平成25年度の研究は、これまでの一連の研究成果のと

りまとめと発表を行った。「なつしま」NT09-11航海の

分析は完了し、成果を発表した。特に宮古島北東沖の斜

面形成に活動的な正断層が影響していることを示すこと

ができた。調査海域に広がる水深約150m以浅の海域を

中心にマルチナロービームの測深を行い、水深約120m
にはテラス状の地形が認められることが分かった。さら

に浅い、水深60mには明瞭な凹凸地形が存在しており，

その地形は現世の水深10m以浅に認められるサンゴ礁地

形と良く一致していた。これらの成果を国際学会で発表

した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］地質構造、正断層、古地理、音波探査、

サンゴ礁 
 
［研 究 題 目］マグマ溜まりにおける噴火誘発過程の解

明 
［研究代表者］東宮 昭彦（地質情報研究部門） 
［研究担当者］東宮 昭彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 噴火を誘発する要因、特にマグマ溜まりへの高温マグ

マの注入から噴火開始までのタイムスケールやマグマ過

程を解明するため、いくつかの噴火を例として岩石学的

分析を進めている。 
 平成25年度は、主に霧島山新燃岳2011年噴出物の岩石

学的観察・分析結果のとりまとめを実施した。電子線マ

イクロアナライザ等によって得られた斑晶鉱物の化学分

析・組織観察等の結果から、これまでに以下のことを明

らかにしている：既存の低温マグマ溜まり（デイサイト

マグマ）に新たな高温マグマ（玄武岩～玄武岩質安山岩

マグマ）が噴火前から注入していたこと、大規模なマグ

マ混合が噴火のわずか数時間から数日前に地下で起こっ

たこと、高温マグマの注入は2011年噴火の1年以上前か

ら継続的に起こっていたこと、注入開始からしばらくマ

グマ溜まりは安定な成層構造を保ち、両層の間に中間的

マグマ（安山岩マグマ）が徐々に形成していったこと、

2011年噴火数日前にマグマ溜まりの成層構造が崩れてオ

ーバーターン（マグマ溜まり内部でのマグマの再配置）

が起こり大規模なマグマ混合が発生したこと、このマグ

マ混合ではマグマ溜まりの顕著な体積変化が無かったた

め地殻変動には顕著な変化が現れなかったこと。これら

の結果をとりまとめ、火山学に関する代表的国際誌に掲

載するとともに、2つの国際学会で発表を行った。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］火山、軽石噴火、マグマ溜まり、磁鉄鉱 
 
［研 究 題 目］ダムの植物プランクトン日周期変動特性

からブルーム発生を予測するための基礎

的研究 
［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 
［研究担当者］長尾 正之（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 仙台市の主要水源である釜房ダムでは、1980年代から

カビ臭が発生していたため、強制循環装置が設置されて

いる。しかし、藍藻の一種であるホルミジウムによるカ

ビ臭はいまだに発生している。原因生物であるホルミジ

ウムの急激な増殖減少（ブルーム）が予測できれば、カ

ビ臭対策に資する。本研究では、主に同ダムで発生した

ブルーム現象について、国土交通省モニタリングデータ

を用いた解析を行い、ブルーム発生とクロロフィル a の

卓越周期変動との関係について考察した。 

 ブルームの発生から消滅までの模様をダム全体の総ク

ロロフィル a 量として捉え、水質データとの対応につい

て調べたところ、総クロロフィル a 量の急増直前に水温

躍層の下に大量の低温水が河川から流入し、それにより

水温躍層位置が上昇したことがわかった。躍層位置上昇

は暗い下層に留まっている植物プランクトンを光の当た

る上層に押し上げることが、植物プランクトン急増のき

っかけになり得ると考えられた。また、最大クロロフィ

ル a 層内のクロロフィル a の日周期変動は、それ以外の

層に比べて弱く、これはこの層に光が十分届いていない

ことが原因ではないかと考えられた。さらに、ブルーム

発生前・発生中・発生後で総クロロフィル a の日周期変

動が卓越していることは変わらなかったが、24時間周期

の整数分の1のより短い周期変動の特性が時期により異

なっており、これらの特性を考慮することダム湖クロロ

フィル a 急変の予測につながる可能性がある。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］クロロフィル a、植物プランクトン、ブ

ルーム、時系列解析、ダム 
 
［研 究 題 目］爆発的噴火をもたらす浅部火道システ

ムの構造発達過程 
［研究代表者］下司 信夫（地質情報研究部門） 
［研究担当者］下司 信夫（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究は、爆発的噴火をコントロールする浅部火道の

構造発達過程を、火山体に露出する火道断面構造や活動

的火山における火口形状の変化や噴出物の構成粒子の変

化から復元することを目的とする。本年度は、三宅島の
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2000年陥没カルデラの崩壊壁から見出された約20個の火

道断面について、遠望観測によって取得された画像デー

タに基づきその構造を解析し、溶岩流出火道、火砕丘形

成火道、爆発噴火火道の3つに区分した。さらにそれら

に付随する噴出物の堆積構造及び構成物の解析をおこな

い、噴火スタイルの復元を行った。噴出物の構造から、

これらの火道を形成した噴火は、非爆発的な溶岩流出噴

火から、爆発性の強い準プリニー式噴火まで広いバリエ

ーションを持つことが明らかになった。溶岩流出噴火で

は火道壁の顕著な侵食が発生しないのに対し、より爆発

的な噴火では地表から最大100m ほどの深さまで火道壁

が機械的侵食をうけ、火道幅が増大することが明らかに

なった。また火道壁の侵食の開始するレベルは、火道を

構成する貫入岩が連続した貫入岩体から破砕した岩体に

移り変わる深度に一致する。このことから、火道内を上

昇するマグマの破砕と、火道壁への火砕物粒子の衝突に

よって火道壁の浸食が進行する可能性を指摘した。これ

らの結果は、25年4月に行われた欧州地球科学連合大会

や7月に行われた IAVCEI2013会議において学会発表し

たほか、Bulletin of Volcanology 誌に論文として発表し

た。ストロンボリ火山等における繰り返し爆発噴火時の

火口形状の変化を観測した結果、火口底中央部での爆発

と物質の排出によって火口壁の不安定さが増大し、その

結果火口壁の崩壊と火口の拡大が発生することが観察さ

れた。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］火山、噴火、マグマ、三宅島、地質構造 
 
［研 究 題 目］活動的火山の脱ガスに伴う自然電位異

常の発生に関する研究 
［研究代表者］松島 喜雄（地質情報研究部門） 
［研究担当者］松島 喜雄、高倉 伸一（地圏資源環境

研究部門）（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
火山活動が活発化した際にどのような自然電位の変動

が現れるか予測を行うために、地殻浅部でマグマからの

脱ガスが活発に行われている火山を対象に、自然電位異

常の発生メカニズムを検討することを目的にしている。

そのためにテストフィールドを設け、野外観測と、数値

シミュレーションを併用した多角的な解析を実施するこ

とによって、自然電位発生メカニズムのモデルを作成し、

それを検証する。今年度は、基礎データとなる、自然電

位および AMT 法による電磁探査からなる野外観測を雌

阿寒岳火山で実施した。そのデータを解析し比抵抗構造

を得た。雌阿寒岳の自然電位分布は、熱水活動の地表兆

候が活発であるのにもかかわらず、平坦な空間分布を示

す。一方、比抵抗構造は山腹の標高にそった低比抵抗層

を持つ。この低比抵抗層は熱水活動によって形成された

変質帯と考えられ、自然電位分布との関連を今後考察す

る。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］火山、脱ガス、自然電位、電磁探査 
 
［研 究 題 目］前期ペルム紀巨大オンコイドの形成とパ

ンサラッサスーパープルームの影響に関

する研究 
［研究代表者］中澤 努（地質情報研究部門） 
［研究担当者］中澤 努（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 巨大オンコイド・微生物岩が特徴的に多産する下部ペ

ルム系アルティンスキアンを貫くボーリングを山口県秋

吉台で実施し、詳細分析に供するコア試料を採取した。

ボーリング地点は事前の野外調査と文献調査により、秋

吉台北山中腹の県道脇とした。この地点は特別天然記念

物及び国定公園第一種特別地域に相当することから、関

係機関のご指導の下、各種許可申請を行い、調査に係る

全ての許可を頂いてボーリングを実施した。ボーリング

は掘進長80m で、小規模な空洞を貫いたものの、全般

的にコアの保存状態及び回収率は良好であった。採取し

たコアはすべて半割し、観察を容易にするため全層準を

希塩酸でエッチングした。作業時の簡易のコア観察によ

り、コア試料の上部層準では bioclastic grainstone が、

中部層準では微生物岩が多産することが確認された。ま

たコア試料の下部層準では干潟堆積物と思われるミクラ

イト質の石灰岩が多産した。このような産出順序は既研

究の真名ヶ岳コアと同様であり、秋吉台では微生物岩と

それに関連する岩相が広く確認できることが明らかとな

った。今後はコア試料の層序学的研究、堆積学的研究、

地球化学的研究を進め、微生物岩を多産する、当時の特

異な海洋環境について明らかにする予定である。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］ペルム紀、微生物岩、オンコイド、礁環

境、石灰岩 
 
［研 究 題 目］世界規模の気候変動と地域的な構造運

動に関連した日本海の海洋循環の成立と

進化 
［研究代表者］板木 拓也（地質情報研究部門） 
［研究担当者］板木 拓也、木元 克典（JAMSTEC）、

長谷川 四郎（熊本大学）、池原 研 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 日本海の海洋循環は、固有で僅かな気候変動に対して

も影響を受けやすく、更新世における気候変動や氷河性

海水準変動に応答して著しく変化している。本研究は、

過去500万年間の日本海の海洋循環システムを復元し、

それが気候・氷河性海水準変動に応答したものなのか、

あるいは地域的な構造運動を反映したものなのかを明ら

かにすることを目的としている。2013年8月に実施され

た国際深海掘削計画 IODP の Exp. 346では、日本海お
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よび東シナ海北部から計6km 以上にも及ぶコアが回収

された。また、沖縄本島に分布する陸上の露頭からも試

料を採取した。これらの試料について堆積構造や化石の

分析を行って、年代や堆積環境などの基礎情報を蓄積し

た。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］海洋循環、古環境、鮮新世、更新世 
 
［研 究 題 目］SQUID グラジオメータによる氷床コア

中の火山灰の非破壊検出 
［研究代表者］小田 啓邦（地質情報研究部門） 
［研究担当者］小田 啓邦、宮城 磯治、片山 礼子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は金沢工業大学および国立極地研究所と協力す

ることにより、氷床コア試料に含まれる微量火山灰の検

出を目指すものである。氷床コアに含まれる火山灰層は

異なる地点の氷床コア間に同時間面を提供すること、短

期間の気候変化につながる大規模噴火によるものもある

ので重要である。SQUID グラジオメータによる火山灰

検出に成功すれば、大陸から運ばれる風成塵、宇宙起源

のコスミックダストなども検出可能となり、地球環境復

元も期待できる。金沢工業大学では医療用脳磁計システ

ムで SQUID グラジオメータによる微弱な磁場検出を行

ってきた。グラジオメータは試料直上と離れたところに

2つのピックアップコイルを配置することによって磁気

ノイズの影響を受けにくいというメリットがある。前回

の報告では、桜島で採取された2008年噴火の火山灰を磁

性鉱物の含有量が多い火山灰の例として、北海道で採取

された姶良 Tn（AT）火山灰（噴出年代約2.8万年）を

磁性鉱物の含有量が少ない火山灰の例として、これらを

寒天に均一に溶かして直径6cm 長さ10cm の半円筒に固

めたものを模擬火山灰層として SQUID グラジオメータ

にて測定を行った。試料はヘルムホルツ型コイルで円筒

の軸方向に25mT の等温残留磁化を着磁した。桜島火山

灰は250µg/cc であれば自然状態で検出可能、着磁をす

れば25µg/cc でも検出可能であった。阿蘇4火山灰は

250µg/cc であれば検出可能であるがノイズとの分離が

困難であった。ノイズレベルは2pT 程度であったが、今

回はノイズ低減のために新たなサンプル移動装置を利用

して計測を行った。ポイントソース・半円筒形の氷床コ

アを模した Tiva Canyon Tuff を均質に分散させたファ

ントム（標準試料）に加えて、2013年にナンセン氷原で

採取した火山灰を含む氷試料について測定結果が得られ

た。また、測定に用いたナンセン氷原の氷試料を液体窒

素で冷却しながらマイクロフォーカス X 線 CT による

高分解能撮像にも成功し、火山灰粒子の3次元分布が確

認できた。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］SQUID グラジオメータ、氷床コア、火

山灰、非破壊測定、南極、残留磁化、人

工磁化、岩石磁気、磁性鉱物 
 
［研 究 題 目］砂丘堆積物を用いた中世以降の東アジア

冬季モンスーン変動の検出 
［研究代表者］田村 亨（地質情報研究部門） 
［研究担当者］田村 亨（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、過去の風成作用を高時間分解能で記

録する砂丘堆積物から、東・東南アジアの冬季モンスー

ンにおける中世以降の数十～数百年スケールの変動を明

らかにすることである。地中探査レーダにより砂丘堆積

物の内部構造を連続的に明らかにし、地中レーダ断面に

基づいて採取したオーガーボーリングによる地下試料に

対して光ルミネッセンス年代測定を適用することで、砂

丘の発達過程を復元する。研究対象とする砂丘は、日本

海の海岸砂丘のほか、ベトナム南東部のMui Ne砂丘で

ある。 
 本年度は、ベトナム Mui Ne 砂丘において地中レーダ

探査を行い、オーガーボーリングにより年代測定試料を

採取した。結果、Mui Ne 砂丘の横列砂丘が、過去100

年間において、年間1m もの速度で冬季モンスーンによ

り移動していることが明らかとなった。また、ベトナム

科学技術院の共同研究者2名を招聘し、来年度の調査計

画を立てた。また、青森県屏風山砂丘においては、考古

遺跡や海岸沿いの露頭において、中世以降と考えられる

砂丘において光ルミネッセンス年代測定試料の採取を行

った。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］海岸、砂丘、アジア、環境変動、小氷期、

山陰、日本海 
 
［研 究 題 目］断層岩の直接年代測定による活断層の

活動性評価 
［研究代表者］山崎 誠子（地質情報研究部門） 
［研究担当者］山崎 誠子（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 断層の活動時期の推定において、年代既知の地層や段

丘との切断（新旧）関係を用いる方法が適用できない場

合、断層岩そのものを年代測定する必要がある。断層運

動に伴う熱水活動により生成した断層岩中の自生の粘土

鉱物（イライト）は K を含むため K-Ar 法が適用でき

る。しかし、より古い原岩の砕屑物の混入など前処理に

おける問題が指摘され、年代値を解釈する上での議論点

が残っている。そこで本研究では、自生の粘土鉱物を断

層岩から高純度で分離する手法を確立するとともに、よ

り若い試料に適用できる感度法による K-Ar 法を組み合

わせることで、若い活動を検出することを目的とする。

なお、本研究では、豪州連邦科学産業研究機構の

H.Zwingmann 博士の協力を得て、比較実験や情報交換
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を実施した。 
 平成25年度は、有馬−高槻構造線の断層露頭から採

取・分離した断層粘土試料について K-Ar 年代測定およ

び X 線回折法による鉱物組成解析を実施した。その結

果、細粒フラクションほど若い年代値を示し、より低温

で晶出する特徴を持つイライトの割合が多いことが明ら

かになった。これは、細粒の粘土鉱物がより最近の活動

で晶出したとする解釈と整合的であるが、最新の活動時

期（1596年）に比べて明らかに古い年代（20-30 Ma）
であった。さらに低温で晶出するカリウムを含まない粘

土鉱物（スメクタイト）の年代が検出できないため、得

られた最も若い年代値そのものが最新年代活動を反映し

ているとは言えず、イライトが晶出する温度帯（約100-

200℃）における活動時期を示していると考えられる。

成果については、国内外の学会にて発表し、国際誌に論

文投稿準備中である。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］断層、活動時期推定、断層ガウジ、粘土

鉱物、K-Ar 年代測定 
 
［研 究 題 目］カルサイトとアラゴナイトからなる軟体動物

の殻体形成機構の解明 
［研究代表者］中島 礼（地質情報研究部門） 
［研究担当者］中島 礼（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 軟体動物の殻体は主に炭酸塩鉱物であるアラゴナイト

やカルサイトによる規則的な構造からなり、その構造パ

ターンは分類や系統進化を反映する。一般にカルサイト

とアラゴナイトは形成される温度・圧力条件が異なる。

しかし軟体動物には同一殻体に両鉱物が作り分けられ、

その「カルサイト—アラゴナイト問題」が注目されてい

る。そこで本研究では、カルサイトとアラゴナイトが共

存する殻体を持つ軟体動物を材料とし、殻体構造解析、

地球化学分析に基づき両鉱物の作り分けがどのような環

境や成長の条件下で行われているかを解明することを目

的とする。  

 平成25年度にはカルサイトとアラゴナイトの鉱物が共

存するアワビ類とカルサイトからなるホタテガイ類の貝

殻を材料とした。アワビ類については、東北地方の大槌

と泊浜で採集された材料のほか、韓国南岸で採集された

ものと中国地方瀬戸内海で養殖されたアワビを材料とし

て用いた。ホタテガイ類については化石と現生の標本を

入手し、年代測定を行った上でカルサイト殻の成長速度

を見積もった。ラマン分光法を用いてアワビ殻の外殻層

部分の断面の鉱物分布を検討した結果、アワビ殻の外殻

層にはアラゴナイトとカルサイトが層状に分布している

ことが判明した。つまり、このアワビ類は同時期にアラ

ゴナイトとカルサイトを作り分けているということであ

る。今後の研究課題として、アワビ類のカルサイトとア

ラゴナイトの作り分けの要因について研究を進めていく

方向性がわかった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］カルサイト、アラゴナイト、バイオミネ

ラリゼーション、軟体動物、地球化学 
 
［研 究 題 目］世界最大級の海洋コアコンプレックスに

おける流体浸透過程の解明 
［研究代表者］針金 由美子（地質情報研究部門） 
［研究担当者］針金 由美子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 中央海嶺近傍に発達する海洋コアコンプレックスを形

成したデタッチメント断層は、流体を海洋プレート内部

へ浸透させる役割を果たしており、中央海嶺下における

火成活動、熱水活動、レオロジーに大きな影響を与えて

いると考えられる。本研究は世界最大級の海洋コアコン

プレックスであるゴジラメガムリオンの岩石を用いて

(1)デタッチメント断層に浸透する流体の特徴を把握し、

(2)岩石−流体反応における物質移動過程を明らかにす

ることを目的とする。平成25年度では平成24年度から引

き続きデタッチメント断層に関係する断層岩とその他の

未変形岩から構造地質学・岩石学・地球化学的データを

収集することを行ってきた。さらにこれらのデータを用

いてモデル計算を行うためのソフトウェアを導入した。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］海洋コアコンプレックス、ゴジラメガム

リオン、デタッチメント断層、はんれい

岩、かんらん岩、断層岩、熱水変成作用、

フィリピン海、背弧海盆 
 
［研 究 題 目］第三紀泥岩の分類：分光測色による「色

層序学」の構築 
［研究代表者］辻野 匠（地質情報研究部門） 
［研究担当者］辻野 匠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、これまで主観的に記載されてきた第

三紀泥岩の層序を定量的に再評価することである（色層

序学）。そのために泥岩の色を分光測色計で正確に測定

する方法を確立した上で、実際の泥岩層序に適用する。

更に泥岩の色と構成物との関係を明らかにし、色から古

環境・埋没史を読みとることを目指す。今年度は野外調

査にもとづいて、現場での分光測色と試料採取を実施し、

予察的に化学分析、構成物の顕微鏡観察を行った。新潟

堆積盆の加茂地域および胎内地域では暗紫色、空色、暗

灰色、濃緑色、青灰色などの泥岩が発達しており、色の

違いや続成などの差異により地層が区分されている。こ

れらの泥岩のスペクトルを計測し、色彩理論にもとづい

て CIE（国際照明委員会）-L*a*b*表色系および CIE-
L*C*h の値を算定した。色空間上においては地層区分

に対応したクラスタが認められた。しかし、そのクラス

タはたがいにオーバーラップしており、明解に区分でき
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るというところまでには至っていない。実際に色空間上

で重なっている可能性のほかに、エッヂロスエラーや微

凹凸による陰翳などにより同じ条件で測定できていない

可能性もある。また、CIE-L*a*b*表色系は色の定量評

価・管理によく使われており、色差が直感的にわかりや

すい利点があるが、泥岩のように彩度が低い物体色にお

いては L*C*h 表色系のほうがよい分解能を示すことが

わかった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］第三紀泥岩、分光測色、色層序学 
 
［研 究 題 目］古地図および堆積物を利用した高分解能

火山地質学の構築 
［研究代表者］及川 輝樹（地質情報研究部門） 
［研究担当者］及川 輝樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、古地図と堆積物を利用した火山活動史構築

法の開発を目的とする研究である。噴煙の画かれた古地

図のカタログづくりを行い、噴煙の描かれた火山の噴煙

史と火山活動史の関係を、文献史料及び地質調査を併用

して明らかにする。本年度は研究計画の最終年度であり、

今までの研究のとりまとめと古地図に噴気・噴煙が描か

れているが、有史の活動記録が知られていないトカラ列

島横当島の現地調査を行った。その結果、横当島東峰火

山山頂火口部で噴気活動が起きていることを発見した。

また、伝説めいているが、噴火記録も存在することが明

らかとなった。さらに隣接する上ノ根島においても噴気

活動が存在することが明らかとなった。これらの成果の

一部は、日本火山学会の学術雑誌「火山」誌上において

報告した。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］火山、自然災害、古地図、噴煙、噴火史、

歴史史料 
 
［研 究 題 目］ユーラシア東部湖沼堆積物の精密年代決

定と環境変動解析 
［研究代表者］伊藤 一充（地質情報研究部門） 
［研究担当者］伊藤 一充（他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、湖底堆積物コア試料における精密年

代決定と古環境復元を行うことである。ルミネッセンス

年代測定と14C 年代測定により年代決定を、各種物理量

測定、XRD 分析、粒度分析により環境変動解析を行う。

また、年代決定には数種類のルミネッセンス法を用いる

ことで、それらの違いから堆積環境を推定する。研究対

象地は、ユーラシア東部にモンゴル・フブスグル湖とダ

ラハド盆地、日本・余呉湖である。  

 本年度は、滋賀県余呉湖湖底堆積物コア試料 YG11-3

において3種類のルミネッセンス年代測定法を行い、各

年代と前年度までに測定した14C 年代との比較を行った。

それにより、光励起ルミネッセンス（OSL）年代と14C
年代はいくつかの層準を除きおおむね調和的であったた

め、従来よりも信頼性の高い年代軸を構築することに成

功した。全ての試料において赤外励起ルミネッセンス

（IRSL）年代と Post-IR IRSL 年代が合わなかったこ

とから、堆積物は流域から長時間かけて湖底に運ばれて

きたわけではなく、どれも短時間のうちに運ばれてくる

ような、より近い地域から運ばれてきたことが明らかと

なった。  

［分 野 名］地質 
［キーワード］ ルミネッセンス年代測定、14C 年代測

定、湖沼堆積物 
 

［研 究 題 目］日本産古生代腕足類化石模式標本データ

ベース 

［研究代表者］兼子 尚知（地質標本館） 

［研究担当者］兼子 尚知、田澤 純一 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、日本産古生代腕足類化石の新種記載におい

て指定された、模式標本のデータベースを構築すること

を目的とする。古生代腕足類化石は、古生物地理学的研

究において重要な情報をもたらすもので、日本列島の構

造発達史を解明する上でなくてはならない資料である。

それらの種名の基準となる模式標本のデータベースを構

築することは、上述のような研究課題の高効率化を将来

にわたって提供するものと期待されるほか、分類学や古

生物学研究史の分野においても重要な情報をもたらすと

考えられる。 

 上記の目的を達成するため、新種記載論文の調査、模

式標本情報の抽出と入力、実標本調査とそれに基づくデ

ータ修正を行い、インターネットでデータベースを公開

する。 

 今年度は、昨年度に引き続き，日本における古生代腕

足類化石の新種記載論文を調査し、そこから模式標本に

係わる情報を抽出し、データ入力・修正を行った。これ

らの作業を進めるにあたり、研究担当者は、複数回にわ

たり作業方法の打合せを実施し、経過情報を交換しなが

らデータの最適化を図った。さらに、当該模式標本が収

蔵・保管されている機関（北海道大学・東北大学など）

に赴いて実標本を直接観察し、論文から抽出した情報の

吟味を行った。このような標本の再検討結果を、データ

修正に随時適用した。また、本データベースを作製・検

討するために比較データとなる標本記載研究を実施し、

論文投稿及び学会発表を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］古生代、腕足類化石、模式標本、データ

ベース 

 

［研 究 題 目］静電キャリア濃度制御で切り開く新物性
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探索とモットロニクス 

［研究代表者］井上 公（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］井上 公（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は「有機無機ハイブリッドゲート絶縁膜(特願

2010-208052)」を遷移金属酸化物単結晶に応用して世界

初のモットトランジスタのプロトタイプをフォトリソグ

ラフィーで作製し動作させることを目標としている。 

本年度は、「5～10nm の極薄パリレン膜を作製する方

法の確立」という最重要課題で非常に満足な進展を得た。

さらにそのパリレン薄膜上に、高誘電率（high-k）酸化

物である HfO2、Al2O3、Ta2O5などの薄膜を、原子層堆

積装置を用いてわずか10nm の厚さで均質に積層させる

ことにも成功した。この2層膜を収束イオンビーム加工

装置（FIB）を用いて切断し、断面を透過型電子顕微鏡

（TEM）や、走査型透過電子顕微鏡（STEM）と X 線

発光分光（XES）の複合装置により詳細に検討した結

果、パリレンと酸化膜（さらに基板に用いた SrTiO3と

上部の金属電極）が互いに元素を混成することなく、き

れいな2層膜が作製できていることを確認できた。 

この極薄ハイブリッド絶縁膜を用いて、原子レベルで

平坦な SrTiO3単結晶表面に、フォトリソグラフィーで

電界効果トランジスタ（FET）を作製する研究も大き

く進展した。プロセス確立のための研究は最終段階に達

している。最終年度にモット FET のプロトタイプを動

作させるという目標の達成に向けて重要な成果となった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］モットロニクス、モット転移、強相関電

子系、パリレン 

 

［研 究 題 目］ナノフォトニクス、画像認識技術、金属

錯体の融合による菌類同定システム研究 

［研究代表者］粟津 浩一（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］粟津 浩一、金里 雅敏、園田 与理子、

藤巻 真、島 隆之（電子光技術研究部

門）、高橋 栄一、村川 正宏、 

坂無 英徳、野里 博和（情報技術研究

部門）（常勤職員9名） 
［研 究 内 容］ 
 光ディスク技術では、その使い方により、通常の情報

ピット（〜ミクロンオーダ）と少なくとも同程度の微小

構造物を計測することが可能となる。そのため、例えば

菌類等の人々にとって有害な微小対象物を、高速・安

価・ポータブルに検出できるセンサが、一般的な DVD
プレーヤと同様に、実現することが期待される。本研究

では、光ディスクを使った菌類の計測技術を開発するこ

とに加え、得られた計測情報から菌類を同定するための

研究を行う。 

 まず計測について、光ディスク試料を高速回転させな

がら、計測ピッチが0.74µm×0.125-0.5µm（半径方向

×接線方向）、強度は256階調の条件で、1回あたり半径

幅2mm の範囲のイメージングデータを取得することが

可能となった。今後は観察した菌類の形状情報からその

種類を同定するため、画像認識技術の適用を進めるとと

もに、より詳細な形状観察のため、計測ピッチ条件を狭

める検討を行う。 

 次に菌類からの蛍光観察について、当部門で開発した

金属錯体を使い大腸菌を標識することに成功した。また

その金属錯体（+大腸菌）が大きさ数十µm の塊状とな

っているときは、光ディスク試料が高速回転中に、波長

405nm 励起にて蛍光を観察することに成功した。今後

は菌個々の大きさである数ミクロン以下のときにも蛍光

観察が行えるよう、光検出系を高感度化するなどの改良

を行う。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］光ディスク、光検出、センサ、画像認識

技術、金属錯体 
 

［研 究 題 目］制御された異方的超高圧力下の物理 

［研究代表者］竹下 直（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］竹下 直（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 前年度に水銀系銅酸化物 Hg-1223に対する圧力下電

気抵抗率測定を行う事によって、Tc＝153K の史上最も

高い温度でのゼロ抵抗状態を観測することに成功した。

この結果を踏まえて、CuO2層が3枚の Hg-1223の関連

物質として、4-6枚の Hg-1234, 1245, 1256に対する同

様の実験を進めた。それぞれの物質はすべて6万気圧程

度までの圧力までは Hg-1223の示した+2.5 K/GPa 程度

の上昇率で超伝導転移温度が上昇した。しかし、それ以

上の圧力下ではこれまでとは異なる結果を示し、CuO2

面の数が多くなるほど高圧側での上昇がより抑制される

傾向がみられた。特に Hg-1256では加圧によって Tc が

下降する領域まで観測されている。この原因として、各

CuO2面におけるキャリアの再配分（均等化）現象が起

き、結果的に高い転移温度を出していた面におけるキャ

リア濃度が低下しているためではないかと考えている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高温超伝導、水銀系銅酸化物、圧力 

 

［研 究 題 目］アトリットル空間における局所増幅電場

の発現と超高感度スクリーニングチップ

への応用 

［研究代表者］福田 隆史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］福田 隆史、石田 尚之、安部 浩司、

牛島 洋史、福田 伸子、江本 顕雄 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、制御されたアトリットル空間（一辺がサ

ブ波長以下の立体空間）を高分子膜中に構築し、プラズ
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モン共鳴場を閉じ込めることによって局所増幅電場を発

生させることを目的とした。 

 H25年度は、『微粒子を鋳型とするプロセス』によっ

て高い面密度にて開口部に凸構造を持つサブ波長構造

（外殻付孔構造）を得ることに成功し、所望のアトリッ

トル空間の創成に成功した。さらに、当該構造が溶液中

の分子や分散液中の微粒子を捕集する効果を示すことも

見出した。また、量産化を念頭に置き、サブ波長スケー

ルの構造を複製するための転写材料、および、プロセス

条件の予備的検討も行った。さらに、チップのバイオセ

ンシング性能の検証についてはインフルエンザ A 型

（H1N1）のウィルス核タンパク認識抗を物理吸着させ

たチップを用いて検討し、市販のイムノクロマトキット

付属のバッファ溶液で希釈したウィルス試料（夾雑物が

一定程度含まれる試料）についても定量的なセンシング

が達成出来ることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］バイオセンサー、局在プラズモン、アト

リットル空間、電場増幅効果、スクリー

ニングチップ、ポイントオブケアテステ

ィング（POCT） 

 

［研 究 題 目］強磁性体効果を用いたトンネル接合型冷

凍機の実現 

［研究代表者］柏谷 聡（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柏谷 聡、小柳 正男 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 トンネル接合型固体冷凍機は、超伝導センシングの冷

却コストを劇的に改善する技術として期待されているが、

現状では期待される冷凍能力の1%程度しか達成されて

いない。本研究では、従来型冷凍機の常伝導電極を強磁

性体に置き換えた、強磁性体／絶縁体／超伝導体

（F/I/S）接合型冷凍素子を開発し、強磁性体によるア

ンドレーエフ反射の抑制と、高いスピン偏極率に起因す

る準粒子緩和長の増大による排熱の効率化を実現する技

術を確立する。これに基づき、冷凍能力を飛躍的に向上

させた固体冷凍機を開発するとともに、エネルギー、電

荷、スピンに関する多重非平衡超伝導の物理を開拓する。 

 本年度は正常金属として Mn をドープした Al、超伝

導体としては Al を用いることで、スピン偏極を伴って

いない N/I/S 型固体冷凍機の作成を行った。作成された

接合の微分コンダクタンスを BCS 理論と比較すること

により、ベース温度0.4K において0.37K まで冷却が起

きていることを確認し、固体冷凍機としての動作確認に

成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］固体冷凍機、超伝導トンネル接合 

 

［研 究 題 目］クラッディング励起システムを利用した

有機光増幅器の開発 

［研究代表者］望月 博孝（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］望月 博孝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 短距離光ネットワークでつながった情報家電の省エネ

効果は大きく、益々そのシステムが拡大している。しか

しこの短距離光ネットワークには、末端機器やセンサー

などを繋ぐために多数の分岐素子が敷設されており、分

岐による微弱化した信号光強度を復元する必要がある。

新しい概念の光増幅器として有機活性物質（DCM）を

コアではなくクラッドに導入することを着想した。現在

までにコアに励起光を入射するとクラッドの（DCM）

を励起し、（DCM）による自然放出増幅光を世界で初め

てコアから観測した。本テーマの目的はクラッドに高活

性色素を導入した光増幅器システムの構築をはかること

であるが、強い励起光にダメージを負う色素が多く、目

的を達成するためには固体状態でレージングする色素の

探索が必要である。平成23年度は、結晶で強い発光能を

有するチオフェン／フェニレンコオリゴマー（TPCO）

を選出し、平成24年度は、貧溶媒中に加温した溶液を滴

下するという結晶を簡便に作製する手法を開発した。平

成25年度は、上記湿式結晶形成法の詳細な条件設定を積

み上げた。貧溶媒の種類や温度（基板温度）によって形

成される結晶の形態が異なることが分かった。ヘキサン

等の炭化水素系溶媒では、得られる結晶は6角形形状で

あり、さらに貧溶媒の沸点が上昇するとともに得られる

結晶が大きくなることを見出した。この手法を用いるこ

とで石英コア上に容易に TPCO 薄膜を形成することが

可能になり、クラッド励起システムの簡便な評価が可能

となった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］有機半導体光増幅器、湿式結晶形成法、

（チオフェン／フェニレン）コオリゴマ

ー 

 

［研 究 題 目］微小ジョセフソン接合における量子同期

の理論 

［研究代表者］川畑 史郎（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］川畑 史郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては微小超伝導体ジョセフソン接合にお

いて創発する協力的同期現象及び巨視的量子現象に関し

て理論的に研究を行う。昨年度までの研究成果を発展さ

せて、本年度は高温超伝導体固有ジョセフソン接合集団

における古典同期及びテラヘルツ波発振に関して大規模

数値シミュレーションを行った。そして、人工的な温度

制御によって、固有接合内のジョセフソンプラズマ波が

強く励起され、THz 波発振強度が増大することを明ら

かにした。また、ジョセフソン接合の協力量子ダイナミ
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クス理論を構築することを目指して多バンド超伝導体か

ら構成されるジョセフソン接合における協力的量子トン

ネル現象について理論的に研究を行った。虚時間汎関数

積分の方法を用いて二バンド超伝導体／一バンド超伝導

体ジョセフソン接合の巨視的量子トンネル率の計算を行

った。その結果、バンド間位相差モード（Leggett モー

ド）と接合の位相差との協力現象により、トンネル効果

が促進されることが明らかとなった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ジョセフソン接合、高温超伝導体、同期

現象、鉄系超伝導体、テラヘルツ波、

巨視的量子現象 

 

［研 究 題 目］電流注入型有機半導体マイクロレーザ

ーの開発 

［研究代表者］佐々木 史雄（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］佐々木 史雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究テーマでは室温での光学・伝導特性共に優れた

性能を持つ有機半導体材料（チオフェン／フェニレン）

コオリゴマー（TPCO）に微細加工を施し、少ないキャ

リア注入でレーザー発振が得られるような微小共振器と

電流注入デバイス構造とを両立させる有機結晶薄膜作製

技術と加工プロセスの開発を進めている。本年度は結晶

性の良好なダブルへテロ構造を作製するための基盤とな

る薄膜結晶作製法として、スライディングボート装置を

用いた液相エピタキシー装置の立ち上げに重点を置いて

取り組んだ。しかしながら、液相エピ装置導入が年度後

半で十分な立ち上げが出来ず、ルツボ先端部分からの液

漏れが深刻で、本年度内の解決は出来なかった。但し、

ルツボ先端部分の加工法や構造自身の改善によりこの問

題の解決に目処が付きつつ有り、代表的な TPCO 系有

機半導体材料である BP1T 単層での結晶膜形成が確認

できた。今後、蒸着法などの気相成長法では良好な結晶

膜作製が難しい、長い分子長を持つ BP2T や BP3T、さ

らに n 型 TPCO である AC5-CF3などの成膜に適用し、

光励起での発振が可能な結晶性多層化膜形成に向けて開

発を続けていく予定である。 

また、これら TPCO 系有機結晶からなる各種光学特

性やデバイス試作などを共同研究で進め、共振器設計や

デバイスプロセスに反映すべく取り組んでいる。特に溶

液からの結晶成長条件やそれによる共振器形成、及びそ

の光学特性評価では、順調に成果が出ており、全体とし

て進捗状況は良好である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］有機半導体レーザー、微小共振器、（チ

オフェン／フェニレン）コオリゴマー、

pn 接合 

 

［研 究 題 目］異種ファイバレーザーのコヒーレント合

成による高繰返し極短パルス光源の開発 

［研究代表者］吉富 大（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉富 大、鳥塚 健二（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 超短パルス光源は、光と物質の相互作用における超高

速なダイナミクスを探るツールとして必要不可欠なもの

である。特に、物質が光による励起を受けた後、格子振

動・構造変形・相転移などに至る緩和過程は、きわめて

高速であることが知られ、極短パルス光源の実現が重要

な鍵を握る。一方で高繰り返し・高平均出力性を有し、

省エネ・低コストで、取扱も容易なファイバレーザーを

ベースにして、このような極短パルス光源を構築するこ

とには実用的意義がある。しかし、ファイバレーザーは

一般に帯域が狭く、単一のレーザーによって極短パルス

を得ることは難しい。本研究では、異なる波長のファイ

バレーザーの同期合成による帯域の拡張を利用した極短

パルス光源の構築をめざしている。産総研ではこれまで

に、異なる波長のフェムト秒レーザー間において、サブ

フェムト秒精度のタイミング同期が行える独自の受動的

タイミング同期法を確立している。しかしながら、レー

ザー間の揺らぎによる許容差が小さいことから、長時間

安定が困難であった。そこで、本年度は、温度安定化制

御を同時に行い、簡便な能動制御と受動的同期のハイブ

リッド方式を試みた。これにより、サブフェムト秒の同

期精度と6時間以上の長時間安定性の両方を兼ね備えた

タイミング同期に成功した。通常、能動制御のみでサブ

フェムト秒精度を得るには、複雑な電子回路と高速なフ

ィードバック系を必要とし、熟練度が要求されるが、本

方式の利点は簡便な能動制御と受動的手法を融合するこ

とにより、全体として簡便な構成で実現できたことにあ

る。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］レーザー、超短パルス、フェムト秒、超

高速現象 

 

［研 究 題 目］多値多層記録と超解像再生を同時に達成

する InSb 不定比酸化物薄膜の作製と機

構評価 

［研究代表者］島 隆之（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］島 隆之（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 光ディスクを利用した情報アーカイブに関して、記録

の多値多層化や超解像再生が共に可能な機能性材料

（InSbOx, x＜4）を用いた高密度大容量化を検討して

いる。予め一定量の酸素を含むターゲットを Ar 雰囲気

下でスパッタリングすることで成膜の再現性は向上した。

多層化と超解像再生を両立させるため、波長405nm に

おける光透過性が高くなるよう InSb／O 比を調整した

結果、ラザフォード後方散乱分光法及び蛍光 X 線分析

法で評価した組成比が In:Sb:O＝21:17:62（at%）のと
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き、屈折率が約2.6、消衰係数が約0.5の薄膜が得られた。

昇温時の二値化に係わる光学特性変化について、これま

でのところ InSbOx 薄膜の組成比変化及び結晶性変化

との関連性は認められていない。InSbOx 薄膜（膜厚：

20nm）を ZnS-SiO2薄膜で挟んだ3層構造（総膜厚：

145nm）では、600℃加熱時に総膜厚が5%ほど増加する

結果が得られており、光ディスク試料において凸の変形

記録が成されている可能性がある。InSbOx 薄膜を予め

300℃まで加熱した後では、少なくとも波長500−800nm
の範囲において、室温と200℃の間で可逆的な光学特性

変化があることを見出した。InSbOx 薄膜による超解像

再生は、その半導体的性質に起因した昇温時のバンドギ

ャップシフト効果に由来する可能性が指摘され、今後レ

ーザ光波長の405 nm における効果の有無を検証してい

く。InSbOx 薄膜の記録／超解像再生機構が徐々にわか

り始めた段階であり、今後その基礎物性をより詳細に明

らかにするとともに、大容量化へのコンセプト構築に向

けた取り組みを進める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］光ディスク、アーカイブ、大容量、高密

度、酸化物 
 

［研 究 題 目］レーザー誘起ブレークダウンを用いた密度

分布測定 

［研究代表者］屋代 英彦（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］屋代 英彦、欠端 雅之（常勤職員2

名） 

［研 究 内 容］ 

 レーザー誘起ブレークダウンを用いた液滴粒子数密度

測定は高時間分解で絶対値が測定できることから、ディ

ーゼルエンジン等の間欠噴霧エアロゾルの測定が可能で

燃費効率改善の診断手法として期待されている。一方で、

空間分布測定に対し飛躍的に増加する測定点に比例して

測定時間の増加が問題となる。この解決手段としての高

繰返しレーザーの使用、ビーム分岐した多ビーム同時照

射が挙げられる。一方、ブレークダウンで過渡的に膨張

する液滴アブレーションプルームは測定点並びに周辺域

の密度を変化させる。このため密度の回復時間、プルー

ムの最大膨張距離を把握することが最適なレーザー照射

方法となる。それにも増して高精度空間分布、高時間変

化、高精度測定を必要とする場合、1ショットの照射で

も相対密度分布が得られる散乱、蛍光等の測定と複数の

絶対値測定点を標準とし結合することで対応できる。 

 H25年度はアブレーションプルームが与える時間的、

空間的影響を求め使用可能なレーザーの繰返し周波数、

同時照射可能な測定点間隔等の照射条件を求めた。この

結果、エアロゾルの流速にも依存するが、2kHz 以下の

繰返し周波数のレーザー照射では測定点間隔に依存せず

同時照射が可能である事がわかった。さらにフライアイ

レンズを用いた複数点でのブレークダウン発生光学系を

CCD を用いた画像計測での観測可能なシステムを構築

した。さらに、複数点での数密度計測を可能とするプロ

グラムを作成し次年度の密度分布測定の実験につなげる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］レーザー誘起ブレークダウン、エアロゾ

ル、液滴、粒子数計測 

 

［研 究 題 目］TDGL 方程式のシミュレーションによる

超伝導ストリップライン検出器の高性能

化 

［研究代表者］馬渡 康徳（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］馬渡 康徳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 超伝導ストリップ検出器は、分子イオン等が衝突した

ときの局所的な常伝導転移により発生する電圧パルスを

計数する検出器であり、高検出効率、高速応答、および

低暗計数といった優れた特長を活かして、ライフサイエ

ンス等幅広い分野への実用化が期待されている。本研究

では、超伝導ストリップ検出器を飛躍的に高性能化して

質量分析への実用化に資することを目的とし、時間依存

Ginzburg-Landau（TDGL）方程式に基づくシミュレ

ーションを行っている。 

 H25年度は、TDGL 方程式、熱拡散方程式、および回

路方程式を連立して数値的に解き、超伝導ストリップ検

出器の動作を再現する数値シミュレーション方法の開発

を行った。超伝導ストリップによる分子イオン検出器と

同様な構成で単一光子を検出する光子検出器も世界的に

研究開発が進展しているが、光子（エネルギー～1eV）

の場合と分子イオン（エネルギー～20keV）の場合では、

超伝導ストリップが受けるエネルギーレベルが大きく異

なるため、局所的な常伝導転移の過程が異なることをシ

ミュレーションにより明らかにした。また検出器の出力

電圧パルスを定量的に再現できることを確認し、本シミ

ュレーションが検出器を高性能化するための設計指針の

確立に有用であることを明らかにした。  

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超伝導、検出器、光子、分子イオン、時

間依存 Ginzburg-Landau 方程式、シミ

ュレーション 

 
［研 究 題 目］生分解性高分子鎖の配列制御と酵素を用

いたソフトマター表面の機能化 

［研究代表者］吉川 佳広（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉川 佳広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自己組織化によって造られるナノマテリアルを、既存

の機器と接続して利用するためには、それらを適切に基

板上に集積化する必要がある。そこで、有機・高分子物

質の基板上への環境低負荷な集積方法の開拓を目指し、

基板上への自己組織化による分子集積化について検討を
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行った。 

 本年度は、生分解性高分子や生体関連物質が基本骨格

として有するエステル結合、アミド結合およびカルバモ

イル結合によってアルキル鎖を導入したモデル化合物に

ついて、二次元構造を走査型トンネル顕微鏡によって解

析した。特に、単体での自己組織化挙動に加え、ブレン

ド体が織りなす二次元構造の検討を行った。その結果、

エステルとカルバモイル型でアルキル鎖を導入した化合

物のブレンドでは、単体で発現しなかったアルキル基の

偶奇効果が、ブレンドすることによって発現するという

新しい現象を発見した。このように、アルキル鎖長とブ

レンドによって、二次元構造を多様化させることに成功

した。 

 次いで、生体関連物質の効率的な基板への集積化法を

開拓するため、ポリヒドロキシブタン酸（PHB）の重

合酵素（PhaC）の基板への固定化を行った。その後、

生分解性高分子であるポリ（ε-カプロラクトン）で表面

を全て被覆し、リパーゼによる酵素分解で特定領域の

PhaC を露出させた。PHB のインビトロ重合を行った

ところ、PHB が重合されたことが確認できたため、

PhaC は活性保持しているといえる。したがって、一度

包埋した酵素を必要な時に必要な量だけ露出させて機能

させる、新しい生体分子集積化法を見出した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］自己組織化、走査型トンネル顕微鏡、ソ

フトマテリアル 

 
［研 究 題 目］光誘導固体電気化学反応技術の確立 

［研究代表者］江本 顕雄（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］江本 顕雄（他1名） 

［研 究 内 容］ 

エネルギー・環境問題に起因して、太陽電池関連の研

究開発が急速に進んでいる。有機太陽電池材料の開発も

同様であり、今日では高性能の光起電力材料が市販され

ている。これらは光を照射することで、大きな空間電荷

あるいはこの電荷移動に基づく空間電界をバルク中に誘

起することができる。光照射によって空間選択的に誘起

される電荷や電界を利用することで、機能性素子の実現

やデバイスプロセスへの応用が期待できる。本研究では、

フラーレンをドープした光導電性材料中で光誘起された

電荷あるいはキャリアを電気化学反応に利用する技術を

開発する。 

H25年度は、電極界面での電気的・化学的変化をより

高感度に観測する手法の検討を行った。微小な球あるい

は半球の構造を細密状に配列し、この上に電極となる金

属層を形成することで、電極界面での微小な変化を光学

スペクトルの変化として観測できることを見出した。庫

のことにより、本題の光誘導された電気化学反応を、電

極電流だけでなく光学スペクトルを用いて観測すること

ができるようになった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］有機電子材料・素子、光導電性材料 

 
［研 究 題 目］フォトクロミック反応を活用した平版印

刷法の開発と有機エレクトロニクスへの

展開 

［研究代表者］則包 恭央（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］則包 恭央（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、有機材料を種々の電子デバイスに活用する開発

研究が行われている。これらの有機電子デバイスの特徴

は、既存の無機材料ベースのデバイスよりも軽く柔軟性

があり、しかも蒸着等の真空プロセスに替わって印刷技

術を用いて作成でき、低コストで低環境負荷であると期

待されることである。このようなデバイスの実現には、

新材料の開発に加え、適した印刷プロセスの開発が求め

られている。本研究課題では、有機電子デバイスを印刷

プロセスによって簡便に作製するために、フォトクロミ

ック反応を活用した新しい印刷方法を開発する。 

 H25年度は、光によって固体が液化する有機化合物を

用いた薄膜形成に資する化合物の探索に加え、パターニ

ング作製プロセスに関する検討を行った。その結果、多

彩な化合物において、光によって固体と液体の間を相転

移する現象が起こることを見出し、分子デザインの指針

に関する知見を得た。さらに、開発した化合物を用いた

パターンの作製と、それを用いたリソグラフィープロセ

スの開発に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、ナノ

テクノロジー・材料・製造   

［キーワード］結晶、固体、液体、光応答性材料、超分

子化学 

 

［研 究 題 目］強相関酸化物ヘテロ構造の競合性を利用

した機能開拓 

［研究代表者］山田 浩之（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］山田 浩之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 強相関酸化物では、一つの物質において様々な電子状

態が複雑に競合し、競合している状態間の電場・光・磁

場などによるスイッチ現象が知られている。それを基礎

原理としたエレクトロニクス～強相関エレクトロニクス

～が近年注目されている。本研究課題においては、その

ような強相関酸化物特有の相競合性を、強誘電体の電場

制御性と組合せた新奇な不揮発デバイス機能を開拓する

ことが目的である。H24年度研究においては、強相関酸

化物半導体である CaMnO3薄膜をチャネルに用い、強

誘電体である BiFeO3薄膜をゲートに用いた「強誘電電

界効果トランジスタ」を作製し、BiFeO3の分極反転に
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伴って、CaMnO3チャネルの抵抗が大きく不揮発変調す

ることを示すことを発見した（強誘電電界効果）。H25

年度研究においては、ホール効果のチャネル膜厚依存性

および透過電子顕微鏡の解析からその起源を解明した。 

 その結果、（１）チャネルと強誘電体界面においては、

固定された分極が強誘電性とは無関係に形成されている

こと、（２）チャネルに誘起されるキャリアは、その界

面分極と強誘電分極の和ベクトルに相当することが分か

った。この界面分極は、強誘電体と強相関酸化物でイオ

ンの価数（Bi3+と Ca2+、または Fe3+と Mn4+)が一致しな

いことによるものと考えられる。そこで、価数の一致す

る 強 誘 電 体 と 強 相 関 酸 化 物 の 組 合 せ と し て 、

Ba2+Ti4+O3/Sr2+Ru4+O3および BaTiO3/SrMnO3などの接

合を作製した。その結果、このような界面分極が極めて

小さいと考えられる系では、強誘電分極の向きが一方に

固定される（つまり不揮発変調できなくなる）傾向があ

ることが分かった。つまり、強相関酸化物の強誘電電界

効果の発現において、界面分極は重要な役割を果たして

いると結論できる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］電界効果トランジスタ、強誘電体、強相

関酸化物、抵抗スイッチング 

 

［研 究 題 目］一次相転移系遷移金属酸化物の電界相制

御 

［研究代表者］渋谷 圭介（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］渋谷 圭介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 多彩な物性を示す遷移金属酸化物の応用に向けて、電

場・磁場・光・圧力などの外的刺激による電子相制御が

重要となってきている。しかしながら、不揮発性と可逆

動作を伴う相制御の研究は初期段階にあり、その理解は

未だ不十分である。本研究では、遷移金属酸化物の不揮

発かつ可逆的な電子相制御の手法を確立する。この目標

達成のために一次相転移物質を使用する。これは、構造

変化を伴うことで基底状態と遷移状態の双安定化が達成

されるためである。 

 本年度は、フッ化マグネシウム（MgF2）基板上に高

品質なエピタキシャル VO2薄膜を堆積することに成功

した。MgF2基板は幅広い波長領域において光学特性が

優れていることから、光学デバイスの開発に適した基板

である。また、TiO2基板上に成長させた VO2の電気二

重層電界効果トランジスタ構造を作製し、ゲート電圧に

よって VO2の透過率（赤外領域）を大幅に変調するこ

とに成功した。これにより、電界による VO2の電子相

制御は、電気的なスイッチだけでなく、光学スイッチと

しても応用できることを示した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］電界効果トランジスタ、遷移金属酸化物、

エピタキシャル薄膜 

［研 究 題 目］ナノ集積体を用いたフレキシブルデバイ

スへの応用 

［研究代表者］KIM, Yeji（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］KIM, Yeji（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、フレキシブル電子デバイスの実用化が急速に進

んでおり、これらの技術によって素子の軽量、薄型化、

大型化、低コスト化が期待できる。本研究ではこれらを

踏まえてフレキシブル基板および多曲面基板にも適用可

能な薄膜トランジスタの構築とセンサーへの応用につい

て研究する。 

 H25年度は、前年度までに開発したカーボンナノチュ

ーブ（CNT）透明導電膜の技術を用いて、CNT 導電膜

の感圧センサーなどへの応用を検討し、タッチパネルの

試作を行った。また、伸縮性基材を含む種々の基材への

製膜を試み、CNT 導電膜がある程度の基材の伸縮に耐

え導電性を維持することを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、可溶化、フレキ

シブルデバイス、透明導電膜、センサー 

 

［研 究 題 目］固有ジョセフソンフォトニックデバイス

の数値的研究：新奇テラヘルツ帯デバイ

スの提案 

［研究代表者］川畑 史郎（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］浅井 栄大（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題の目的である固有ジョセフソンフォトニッ

クデバイスの提案に向けて、本年度は固有ジョセフソン

接合の示す THz 波放射特性を調べた。近年メサ型固有

接合において、自己発熱に起因する不均一な温度分布の

出現が報告されている。昨年度の研究においてメサ内部

の温度分布と THz 波放射強度の関係を詳細に調べ、メ

サ内部に存在する温度の不均一性が THz 波放射強度を

高めている事を明らかにした。本年度はその成果に基づ

き、熱制御による THz 波放射の増大を目指した新たな

デバイス構造を提案した。提案した新デバイスでは、外

部からのレーザー照射によってメサ構造の温度分布を制

御する。申請者はレーザーの照射強度や照射位置による

放射強度の変化を数値解析により調べ、最大の放射強度

を実現するレーザー照射の条件を明らかにした。また、

このデバイス構造が1mW に達する高出力の THz 波放

射が可能である事を示した。以上の成果を Appl. Phys. 
Lett.誌にて発表を行った。また本成果は同誌の表紙及

び Featured article に採用された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］THz 発振、高温超伝導体、固有ジョセ

フソン接合、熱伝導 
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［研 究 題 目］ハイブリッド固体ゲート絶縁膜を用いた

新奇なモットトランジスタの開発 

［研究代表者］井上 公（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］井上 公（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度の研究では「パリレン層の作製プロセスを下部

電極の作製前後の2回に分けることで、下部電極のバリ

とそれに起因するリーク電流の問題などを克服できるの

ではないか」という仮説が確かに効果的であることを検

証できた。パリレン1層の厚さを4nm にまで薄くするこ

とにも成功した。これほどの薄いパリレン薄膜の報告例

は世界初である。さらにこのパリレン薄膜上に、高誘電

率酸化物である HfO2と Al2O3の薄膜を、原子層堆積装

置を用いてわずか10nm の厚さで均質に積層させること

にも成功した。この2層膜を収束イオンビーム加工装置

（FIB）を用いて切断し、断面を透過型電子顕微鏡

（TEM）や、走査型透過電子顕微鏡（STEM）と X 線

発光分光（XES）の複合装置により詳細に検討した結

果、パリレンと酸化膜（さらに基板に用いたチタン酸ス

トロンチウム（SrTiO3）と上部の金属電極）が互いに

元素を混成することなく、きれいな2層膜が作製できて

いることが確認できた。研究実施計画で想定していなか

ったほどの極薄で良質のハイブリッド絶縁膜が得られた

というのは非常に意義のある結果である。さらには、翌

年度の計画の前倒しで、SrTiO3単結晶上に作製したこ

の FET の伝導特性の極低温での評価を行ったが、これ

は装置の不具合でうまくいかなかった。これは次年度に

予定通りの研究を行うための非常に良い準備実験となっ

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］モットロニクス、モット転移、強相関電

子系、パリレン 

 

［研 究 題 目］エネルギー回収型リニアック放射光源用

電子銃励起レーザーシステムの研究 

［研究代表者］吉富 大（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉富 大（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー回収型リニアック（ERL）放射光源は、

蓄積リング放射光源の非破壊性などの特徴を継承しつつ、

その輝度、空間コヒーレンス、短パルス性が2桁以上も

向上する次世代光源として期待されている（平均輝度は

1022-1023[photons/s/mm2/mrad2/0.1%b.w.]、空間コヒ

ーレント成分は10%以上、パルス幅は100フェムト秒以

下）。ERL 放射光源が実現すれば、これらの特長により

広範な利用研究を尖鋭化できると同時に、新しい研究分

野を切り開くことができる。日本では、高エネルギー加

速器研究機構（KEK）を中心に、日本原子力研究開発

機構、東京大学物性研究所、分子科学研究所、産業技術

総合研究所、SPring-8などの研究者が参画している

ERL 研究開発共同チームが発足し、平成18年度から要

素技術開発と ERL 実証機（コンパクト ERL）建設のた

めの研究開発を進め、平成25年度にコンパクト ERL の

エネルギー回収運転に成功した。本研究では、ERL 放

射光源の実現で必要とされる主要な開発要素の1つとし

て、低エミッタンスの光陰極電子銃を実現するための励

起用レーザーシステムの開発を行った。イッテルビウム

ファイバレーザー増幅システムを用いて、波長532nm、

繰り返し周波数1.3GHz の高出力パルス光源を開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］レーザー、超短パルス、電子銃、加速器、

放射光 

 

［研 究 題 目］可視域位相制御ファイバー光源を用いた

実時間動的分子構造制御 

［研究代表者］高田 英行（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］高田 英行、鳥塚 健二 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、可視域のコヒーレント制御光源を開発し、

同帯域に反応性を持つ有機分子の量子状態を制御するこ

とを目的とする。 

 分子の高速な内部運動を制御するために MHz 繰り返

しの可視域 Yb ファイバーレーザーを新規に開発し、所

望の可視域超短パルスを得る。また、これまでに独自の

着想で開発された「高速掃引量子波束分光計」を可視域

用に改良し、これら2つの開発結果を総合し、分子の構

造、特に、光応答性 DNA などにも応用されているアゾ

ベンゼン系分子の構造を任意にスイッチングする励起パ

ルス条件を調べることに最終的な目標とする。 

 本年度は主として、利得狭窄補正を行った2段の Yb
ファイバーレーザー増幅器を開発し、基本波において出

力エネルギー116nJ のとき、出力スペクトルから計算し

たフーリエ限界パルス幅約51fs が得られた。このとき、

従来から用いられている白色光発生によるスペクトル拡

幅に比べ、分子制御に適した滑らかな出力スペクトル形

状を得ることができた。また、出力パルスの詳細な特性

評価に必要な基本波と第2高調波の両方の波長域にわた

ってスペクトル位相を測定可能な SPIDER 装置の設計

を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超短パルスレーザー、レーザー制御、レ

ーザ光反応、超高速分光、フェムト秒

レーザー、ファイバーレーザー 

 

［研 究 題 目］時間反転対称性を破る超伝導体の新奇界

面現象 

［研究代表者］柏谷 聡（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柏谷 聡、柏谷 裕美（計測フロンティ

ア研究部門）、齋藤 広大（電子光技術
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研究部門）、小柳 正男 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、対称性の破れた量子凝縮系でしばし

ば発現する、トポロジカルに特徴付けられる量子現象を

分野横断的に研究することで、「トポロジカル量子現

象」としての普遍概念を創出し、新たな学術領域を形成

することである。具体的にはスピン3重項伝導体である

Sr2RuO4や金属／強磁性体界面で起こる、トポロジーを

起源とするエッジ状態の形成、奇周波数超伝導ペアの形

成、自発電流の観測などの観測を行い、これらの現象に

共通に見いだされる物理の解明を行う。 

 本年度はカイラル p 波超伝導体であることが強く示

唆されている Sr2RuO4の d ベクトルを確定させるため

に、Sr2RuO4と s 波超伝導体 Nb とのジョセフソン接合

を作成し、接合サイズとジョセフソン特性との比較を行

った。微小化するとともにフラウンフォーファーパター

ンは conventional なジョセフソン特性に収束すること

から、カイラルドメインサイズは数ミクロン程度である

ことが見積もられる。一方期待された時間反転対象性の

破れが観測されていない。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］トンネル分光、トポロジカル量子現象、

トポロジカル超伝導、エッジ状態 

 

［研 究 題 目］超臨界金属における金属絶縁体転移のミ

ューエスアール法による研究 

［研究代表者］竹下 直（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］竹下 直（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 前年度に高温に対応できるガスケット素材として

MgO 反焼結体によるガスケット材料の試作を行ったが、

あまり満足できる結果がえられなかった。本年度も引き

続き焼結度を変えた MgO ガスケット素材の吟味を行っ

た。 

 結果的に、これまでよりもより高い焼結度の MgO を

使うことで、ガスケット素材としての能力と高温領域で

の耐久性を確認することができた。今後この素材をもち

いて実験を行っていく予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超臨界、ミューエスアール、金属絶縁体

転移、圧力、高温 

 

［研 究 題 目］医療用マイルドプラズマによる創傷治癒

の確立とプラズマー組織細胞交互作用の

解明 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、池原 早苗、榊田 創、 

金 載浩（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 文科省・科研費・新学術領域「プラズマ医療科学の創

成」にて実施している本研究の目的は、プラズマ止血デ

バイスの使用で生じる血液凝固とそれに続く良好な創傷

治癒の分子メカニズムを明らかにし、見出した原理に照

らして、その利用展開を図ることにある。 

 高周波電気凝固装置に代表される現在の止血デバイス

は、円滑な手術の進行と手術時間の短縮を実現するが、

出血点を焼きつぶすことで止血しているため、焼灼によ

る組織の障害が生じる。その結果、術後障害が発生する

ほか、膵臓癌や胃癌等の腹部手術で使用された場合には、

熱により生じた傷が瘢痕化して、再手術や放射線療法を

実施する際の妨げとなる。これに対し、産総研で開発し

たプラズマ照射装置を用いた止血は、熱による組織損傷

を生じることはない。プラズマ止血デバイスは、低侵襲

な外科手術を実現する医療機器として、その実用化が期

待される新技術なのである。 

［研究の目標］ 

 高周波凝固を比較対象として、プラズマ止血デバイス

の使用で生じる血液凝固とそれに続く良好な創傷治癒の

分子メカニズムを明らかにし、見出した原理に照らして、

その利用展開を図ることである。このため、1) プラズ

マが作用する生体分子ネットワークの探索と2) プラズ

マによるタンパク凝集・分散を解析の課題として実施し

ている。 

［年度進捗状況］ 

 これまで止血効果の検討を重ねてきた医療用プラズマ

装置を使用し、観察される「止血に始まる創傷治癒」の

プロセスで発現する遺伝子・糖鎖について、網羅的解析

を実施している。また、生体分子の量・体積に適した照

射を可能とするプラズマ発生システムを完成させて、分

子・細胞レベルでの実験への最適化を実施するとともに、

当該プラズマの質を計測評価するため、近赤外分光法、

可視分光法、及びリアルタイム電流計測法等を駆使した

検討を実施している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プラズマ医療科学、止血・創傷治癒、低

侵襲性医療、病理学、プラズマ工学 

 

［研 究 題 目］糖鎖機能の統合的理解を目指した糖鎖改

変マウスの N－統合グライコプロテオー

ム解析(科研費) 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、梶 裕之、佐藤 隆、 

栂谷内 晶、安形 清彦、鈴木 奈美 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
目的： 

 糖転移酵素遺伝子に欠失や突然変異を生じたモデル生

物は、多様な生理機能の異常を呈す。種々の糖転移酵素

が標的とする糖タンパク質を同定することは、生体内に
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おける糖鎖の機能を理解する上で重要な鍵となる。本研

究では、各糖転移酵素に特異的な標的タンパク質の大規

模同定を行うために、これまでに作製した糖転移酵素の

遺伝子ノックアウトマウス群を用い、糖鎖キャリア分子

（糖ペプチド）をレクチン捕集し、N-結合型糖ペプチ

ドを糖鎖付加位置特異的な安定同位体標識法（IGOT
法）で標識し、LC/MS ショットガン法で同定すること

により、野生型マウスとノックアウトマウスとの比較解

析を行う。 

研究内容： 

 グライコプロテオーム解析により、糖鎖キャリア分子

を網羅的・ハイスループットに同定するための系の構築

のモデルとして、まずは糖転移酵素β4GalT1について

実証実験を進め、β4GalT1が標的とするタンパク質の

分子に共通した特徴・傾向を見出すことに成功した。昨

年度までに、基本解析技術、手順を確立したが、標的が

別の糖鎖構造の場合は、レクチンの選定と捕集系の構築、

最適条件を模索する必要があり、現在までにその作業を

進めてきた。標的糖鎖遺伝子欠損マウスは既に樹立済み

であるが、必要に応じて、遺伝子欠損培養細胞株の作製

も進める。 

 標的糖鎖とした LacdiNAc（LDN）糖鎖は、糖タン

パク質ホルモンなどの限られた種類の糖タンパク質上に

見出されているが、生体内でのその役割は明らかになっ

ていない。LDN 糖鎖の生体機能を理解するために、そ

のキャリア糖タンパク質を明らかにする必要がある。そ

こで、マウス組織より LDN 糖鎖含有タンパク質を網羅

的に同定する技術開発を行った。まず、B4galnt3、
B4galnt4遺伝子欠損マウスを用いて比較検証を行った。

B4galnt3が発現する胃と B4galnt4が発現する大脳サン

プルを用いて、LacdiNAc-omics を遂行し、数百種類の

キャリアタンパク質候補の同定に成功した。マウス組織

に加えて、培養細胞を用いても同様の解析を行った結果、

LacdiNAc キャリア候補タンパク質は特徴的な細胞内局

在を示す傾向があることが抽出された。また、ルイス x
糖鎖でもキャリア糖タンパク質を同定するための系の構

築（ルイス x 合成酵素 Fut9遺伝子欠損マウスあるいは

培養細胞株）を行い、糖タンパク質の同定を進めている

ところである。 

 現在までの検討・解析により、基本となる解析技術、

手順などが確立できたが、別の糖鎖構造（別の糖転移酵

素）をターゲットにした場合は、捕集するレクチン（あ

るいは抗糖鎖抗体）の選択や、捕集条件なども異なるの

で、それぞれに適した条件を模索する必要があると考え

られる。現在、他の糖転移酵素の遺伝子ノックアウトマ

ウスや各種細胞でも同様の解析が出来るように系の構築

を進めており、順次解析していく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、糖鎖機能、グライ

コプロテオミクス、N－結合型糖鎖、糖

転移酵素、遺伝子ノックアウトマウス 

 

［研 究 題 目］分化能の異なるがん幹細胞の同定とがん

免疫療法による治療可能性の検討 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、山口 高志、池原 早苗、 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究課題は、文科省・科研費・基盤研究（C）にて

実施しているもので、分化能の異なるがん幹細胞の同定

とこれを検出できるバイオマーカーの探索を進めるとと

もに、がん幹細胞の多様性に対応できるがん免疫療法の

開発を目的としている。 

［目標］ 

 これまでに池原研究室では、膵臓特異的に Cre/loxP
遺伝子組み換えを誘導することで、短期間のうちに、膵

臓癌を生じるマウス発がんモデルを作成している。同マ

ウスに生じた腫瘍組織より、培養細胞を樹立して用い、

細胞分化能の異なるがん幹細胞を同定評価するとともに、

これらを区別できるバイオマーカーの確立を目標として、

研究を進めている。さらに、これまで開発を進めてきた

オリゴマンノース被覆リポソーム（OML）を利用する

ことで誘導される抗腫瘍免疫が、膵臓癌組織中に存在す

ることになる多彩ながん幹細胞に対して有効かどうかを

検討することで、OML の利用可能性を明らかにするこ

とも目標として実施している。 

［年度進捗状況］ 

 膵臓上皮に特異的な Cre/loxP 遺伝子組換えにより、

Rb と p53 の活性を阻害できる温度感受性 T 抗原（tsT
抗原）と KrasG12D を同時に発現するマウスモデルに

は膵臓癌が生じる。これより樹立した培養細胞株は三次

元培養下で、sphere structure (SS)に加えて管状腺管

(Tubular Duct) (TD）構造を再現させるなどして、分

化能の異なる幹細胞の存在を明らかにした。さらに、発

がんに利用した T 抗原に対する免疫応答を指標に同定

される幹細胞集団への腫瘍免疫に対する感受性を検討し

ているところである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］がん、疾患モデルマウス、がん幹細胞、

ワクチン療法 

 

［研 究 題 目］糖鎖による細胞表面生体分子の機能の調

節・制御機構の解明 

［研究代表者］栂谷内 晶（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］栂谷内 晶、梶 裕之（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
目的： 

 糖転移酵素遺伝子を欠損したモデル動物（マウス）は、

多様な生物機能（表現型）の異常を認める。その生体メ

カニズムを解析する上で、対象糖転移酵素が標的とする
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（合成に関与する）糖タンパク質を同定することは非常

に重要な情報である。本研究では、基幹的糖鎖構造の一

つであるポリラクトサミン糖鎖合成に関与する糖転移酵

素（ポリラクトサミン合成酵素）遺伝子ノックアウトマ

ウス（KO マウス）の細胞・組織を用いて、各種解析を

することによって、生合成されるポリラクトサミン糖鎖

の標的分子と機能の解明を試みるものである。 

研究内容： 

 ポリラクトサミン糖鎖の発現に関する基礎的な知見に

関しては、未だ不足していると考えられるため、まず始

めにポリラクトサミン糖鎖のキャリア分子の同定を目的

とした。そこで本研究では、KO マウスと野生型マウス

から、それぞれ糖鎖キャリア分子（糖ペプチド）をポリ

ラクトサミン糖鎖に特異的なレクチンを用いて捕集し、

これらの比較グライコプロテオーム解析を行うことによ

り、ポリラクトサミン合成酵素に特異的な標的タンパク

質の大規模同定を進める。 

 まずは野生型マウスを用いて、グライコプロテオーム

解析技術により、ポリラクトサミン糖鎖のキャリア分子

を網羅的・ハイスループットに同定するための系の構築

（捕集用レクチンを選定し、このレクチンによるキャリ

ア糖タンパク質捕集系の構築）を進めた。その結果では、

マウス B 細胞由来のポリラクトサミン糖鎖キャリア糖

タンパク質は50分子以上（また、マウスの脾臓において

270以上の糖タンパク質分子）が同定できた。同定され

た分子の中には、文献上ポリラクトサミン糖鎖を持つと

されているものが複数リストアップされているとともに、

幾つかの分子については生化学実験を通して確認を行っ

た。また、得られる分子情報が膨大な量にのぼるため、

一 部 解 析 に バ イ オ イ ン フ ォ マ テ ィ ク ス 技 術

（KeyMolnet 等）を導入した。これを用いて得られた

キャリア糖タンパク質分子群の解析を行ったところ、ポ

リラクトサミン糖鎖キャリア糖タンパク質の多くが細胞

膜表面に局在すると考えられる糖タンパク質であること

が予想された。今後繰り返し解析を行うことで、キャリ

ア糖タンパク質の候補リストの精度を上げることを試み

る予定である。また、レクチン捕集あるいは溶出の効率

が悪いと考えられるため、現在も継続して系のブラッシ

ュアップを行うと同時にキャリア分子の同定を継続して

行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、糖鎖機能、グライ

コプロテオミクス、ポリラクトサミン合

成酵素、遺伝子ノックアウトマウス 

 

［研 究 題 目］糖鎖遺伝子改変マウスを用いたコア3型

O-結合型糖鎖の生体内機能解析 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、杜 東寧、梶 裕之、 

久野 敦、安形 清彦、富岡 あづさ、

藤田 弥佳（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 O-結合型糖鎖はタンパク質のセリンまたはスレオニ

ンに結合した糖鎖で、GalNAc が付加されたムチン型

O-結合型糖鎖は様々な疾患との関係が知られている。

β3GnT6糖転移酵素によって合成されるコア3型糖鎖

(GlcNAcβ1.3 GalNAc-O-Ser/Thr)は、通常ムチンを

産生する胃腸の細胞で発現が見られるが、一般に癌の悪

性化により消失することが知られている。しかしながら、

コア3型糖鎖の生体内での機能や癌抑制の機構は依然不

明なままである。本研究では、コア3型糖鎖の機能を解

明するために、コア3型糖鎖のキャリアータンパク質を

同定する方法を開発した。 

 コア3型糖鎖を特異的に認識するプローブ（抗体な

ど）が存在しないため、プローブとしてまずレクチンを

探索した。ヒト大腸癌細胞 LSC はコア1型糖鎖やコア2

型糖鎖を発現せず、ムチン型 O-結合型糖鎖として単純

な構造を発現している。LSC 細胞にβ3GnT6を発現す

る安定株（LSC＋β3GnT6）を作製し、コア3型糖鎖を

発現するモデル細胞として用いレクチンアレイ解析を行

った。その結果、レクチン X が有意に親株の LSC と区

別出来ることを見出した。またレクチン X で前処理後、

レクチン Y によりコア3型糖鎖を持つ糖タンパク質を捕

集できることが確認された。レクチン Y で捕集した糖

ペプチドに対してプロテオーム分析を行い、コア3型糖

鎖を持つキャリアータンパク質を同定した。上記の方法

により、コア3型糖鎖のキャリアータンパク質の同定方

法を確立できた。今後、β3GnT6糖転移酵素を発現す

る組織においてコア3型糖鎖のキャリアータンパク質を

同定し、B3gnt6欠損マウスでの発現量の変化や細胞内

シグナルの変化を解析し、コア3型糖鎖を介した癌の抑

制の機構やコア3型糖鎖の生理的機能を解明する予定で

ある。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］O-結合型糖鎖、コア3型糖鎖、レクチン

アレイ、ムチン、プロテオーム分析 

 

［研 究 題 目］多様な三層型 Bi 系高温超伝導体を得る

ための改良型（温度勾配付与）TSFZ 法

の研究 

［研究代表者］伊藤 利充（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］伊藤 利充（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 「レーザ加熱結晶育成技術」（LDFZ 法）は分解溶融

する材料の結晶育成を容易にする優れた手法であり、多

くの材料に適用して有効性が実証されている。本研究は、

分解溶融する材料の中でも特に結晶育成が困難である三

層型 Bi 系高温超伝導体に LDFZ 法を適用して結晶育成

を行い、有効性を検証するのが目的である。今年度は、

初めて当該物質に LDFZ 法を適用した。その結果、安
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定的に結晶育成を行うことができ、部分的に当該物質の

結晶が生成されていることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］レーザ加熱結晶育成技術、LDFZ 法、難

育成高温超伝導体、三層型 Bi 系高温超

伝導 

 

［研 究 題 目］構造生物学的解析による R 型レクチン

のシアル酸含有糖鎖結合能獲得メカニズ

ムの解明 

［研究代表者］逸見 光（独立行政法人農業・食品産業

技術総合研究機構食品総合研究所） 

［研究担当者］久野 敦（糖鎖医工学研究センター）、

平林 淳（幹細胞工学研究センタ－） 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで実施者らは、ガラクトースに特異的な糖結合

活性を持つ R 型レクチン（EW29Ch）の糖結合部位に

おいて遅い分子内運動による構造の揺らぎが糖結合活性

に関係することを明らかにした。また、このレクチンを

分子進化工学的に改変させてシアル酸結合性レクチン

（SRC: Sia-Recognition EW29Ch）を創製し、X 線結

晶構造解析を行った。しかしながら、その特異的な糖鎖

結合能獲得メカニズムについては十分な情報を得ること

ができていないことから、本研究では、NMR を用いて、

そのメカニズムを解明することを目的とする。本年度は、

昨年度に引き続き、NMR 測定に安定な13C および15N
ラベル体タンパク質の調製法確立をめざした。また、ラ

クトース結合状態での SRC の主鎖構造の溶液状態と結

晶状態間での比較、および遊離状態とシアリルラクトー

ス結合状態での SRC の NMR 測定およびシグナルの帰

属、さらに15N 緩和測定も行った。13C および15N ラ

ベル体タンパク質の調製法については、精製後の脱塩条

件の変更などから、遊離状態でも NMR 測定に安定なラ

ベル体タンパク質が調製可能になった。その15N-
HSQC スペクトルにより安定性を評価した結果、15℃

および25℃において十分安定であることが確認できた。

ラクトース添加ラベル体 SRC を用い、残余双極子カッ

プリング値を測定し、SRC－ラクトース複合体結晶構

造との主鎖構造を比較した結果、おもにγサブドメイン

の分子内運動の高いループ領域に違いが観測された。こ

の結果から、溶液状態と結晶状態では、おもにγサブド

メインのループ領域の主鎖構造が異なることが判った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、糖鎖、NMR、レクチン、

糖認識ドメイン 

 

［研 究 題 目］プラズマ医療科学創成に関する総括研究 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
［研究目的］ 

 文科省・科研費・新学術領域研究「プラズマ医療科学

創成」において実施する本研究の目的は、プラズマ工学

とライフサイエンス領域の研究者との融合により、新た

な学問領域としての『プラズマ医療科学』を創成し、新

しい医療技術の開拓を押し進めることである。 

 このため、研究代表機関である名古屋大学に加えて、

産業技術総合研究所、九州大学がその研究開発の拠点と

なって、プラズマ【活性粒子の集合体】と生体や生命組

織との相互作用に関する研究開発を行う学術基盤の確立

を行う。 

［研究の目標］ 

 総括研究の目標は、プラズマプロセス分野の研究者と

生物、医学領域の研究者が有機的な連携を実現すること

である。 

［年度進捗状況］ 

 研究項目 A01：医療プラズマエレクトロニクス、

A02：プラズマ分子生物科学、A03：プラズマ臨床科学よ

りなる3つの柱が設定されており、その成果が共有でき

るようにスキームが構築できたところである。 

 名古屋大学プラズマナノ工学研究センターと医学部を

中心としたハブ拠点『プラズマ医療科学総合拠点』、九

州大学プラズマナノ界面工学研究センターを中心とする

サテライト拠点『プラズマ医療安全安心科学拠点』と連

携して、交流活動を活発に進めた。 

 産総研では、池原が名古屋大学と連携して工学・医

学・薬学の研究者とワーキンググループを構成し、プラ

ズマの生物学的効果効能を、超微形態学的、分子イメー

ジング、脳・神経科学的、原虫微生物学的、たんぱく質

科学的なアプローチによって、解析を進めているところ

である。また、産総研・幹細胞工学研究センターからも

研究開発へ支援をいただくことができ、アフリカツメガ

エルをモデルとしたプラズマデバイスの安全性・有効性

評価を実施している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プラズマ医療科学、止血・創傷治癒、低

侵襲性医療、病理学、プラズマ工学 
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２．事業組織・本部組織業務 

 産総研発足時に、旧工業技術院傘下の各研究所等に分散していた研究関連業務、管理業務等を可能な限り集中し、

研究開発を支援する業務を担う「研究関連・管理部門等」を設置した。電子化・ネットワークを活用した事務処理に

より各業務の効率化・迅速化を図り、無駄のない業務運営を行っている。また、各業務の実績と運営状況を常に把握

し、評価結果、社会状況を踏まえた経営判断により、コンプライアンス対応体制や産学官連携体制の強化、個人情報

保護のための体制整備等最適な体制に向けて不断の見直しを行っている。 

 平成22年10月に組織及び業務体制の見直しを行い、研究開発の支援業務に携わる従前の「研究関連・管理部門等」

から、より効率的かつ質の高い研究支援体制（「事業組織」及び「本部組織」）へ変更した。 

 

(1) 事業組織 

 「研究関連・管理部門等」に集中処理していた業務の一部を、現場で判断し、迅速に執行すべく、一体的かつ自

律した業務執行体制を確立した。具体的には、「事業組織」のトップ（「管理監」、「地域センター所長」）の下に、

「研究業務推進部」又は「研究業務推進室」を配置するとともに、地域センターにおいては、所長の下に、「産学官

連携センター」を配置した。 

【事業組織】 

・東京本部 

・北海道センター 

・東北センター 

・つくばセンター（つくば中央第一事業所、つくば中央第二事業所、つくば中央第三事業所、つくば中央第四事業所、

つくば中央第五事業所、つくば中央第六事業所、つくば中央第七事業所、つくば西事業所、つくば東事業所） 

・臨海副都心センター 

・中部センター 

・関西センター 

・中国センター 

・四国センター 

・九州センター 

・福島再生可能エネルギー研究所 

 

＜凡 例＞ 

地域拠点名（English Name） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
所在地：住所 

代表窓口：TEL：、FAX： 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

概 要：部門概要 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
機構図 

（3/31現在の役職者名） 
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１）東京本部（AIST Tokyo Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒100-8921 東京都千代田区霞が関1-3-1 

代表窓口：TEL：03-5501-0900 

人 員：54名（33名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所は、それぞれの地理的な特長を

生かした活動を行い効率的な運営を行っている。東京

本部を行政との接点、情報収集、広報活動の拠点とし

て産総研の機動的な活動に有効に活用するとともに、

研究現場と隣接して配置され、産学官連携、国際、研

究業務推進等の効率的な組織運営を行っているつくば

センターをはじめとする他の事業組織等とテレビ会議

システムの活用等により、有機的・効率的連携を図っ

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[東京本部] 管理監  中村 吉明 

   [総務室] 室長 小野瀬 克信 

         

   [企画本部] 

--------------------------------------------------------------------------- 
総務室（General Affairs Office） 

（東京本部） 

概 要： 

 東京本部における職員等の勤務・服務管理、文書管

理、安全衛生管理、施設管理等定常的な庶務業務を行

うとともに、役員の秘書業務及び官庁との事務連絡等

の業務を行っている。 

 
２）北海道センター（AIST Hokkaido） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒062-8517 札幌市豊平区月寒東2条17丁目2-1 

代表窓口：TEL：011-857-8400、FAX：011-857-8900 

サイト：札幌大通りサイト 

（住所：〒060-0042 札幌市中央区大通西5丁目8 

 TEL：011-219-3359、FAX：011-219-3351） 

人 員：62名（47名） 

概 要： 

 北海道センターは北海道の中核研究機関として、

「バイオものづくり」をテーマにした戦略的研究拠点

の構築とともに、北海道経済産業局が推進する「北海

道バイオイノベーション戦略」と連携してバイオ産業

の活性化や、新産業創出に資するための地域連携拠点

の構築を目指している。また、メタンハイドレート研

究センターは、メタンハイドレート資源の実用化を目

指すナショナルプロジェクトの中心的な役割を担って

いる。 

 研究拠点の強化として、生物プロセス研究部門では、

植物工場を活用した農商工連携、微生物による物質生

産プラットフォームの開発などバイオテクノロジーを

応用した研究を推進している。植物工場の研究では、

民間企業との共同研究により動物用医薬原料製造の商

業応用へ向けた展開を進め、平成25年10月にイヌイン

ターフェロンαを産生する遺伝子組換えイチゴの果実

を原薬としたイヌの歯肉炎軽減剤が動物用医薬品とし

て認可され、世界初の遺伝子組換え植物体を原薬とし

た動物用医薬品が平成26年3月に販売開始となった。

また、平成24年度に敷地内に建設された公益財団法人

北海道科学技術総合振興センターが運営する「グリー

ンケミカル研究所」が産総研の植物工場と連携して世

界的な植物バイオ研究拠点としての役割を果たしてい

る。この他に、組換え微生物の遺伝子設計技術が経産

省プロジェクト「革新的バイオマテリアルを実現する

ための高機能ゲノムデザイン技術開発」（H24～H28

年度）に採択され、この技術研究組合の集中研を北海

道センターに置いて研究開発事業を進めている。 

 地域連携拠点の強化として、道内4国立大学法人、4

高専、市立大、公設・独法研究機関、北海道経済産業

局、自治体、経済団体等22機関と協力して R&B パー

ク札幌大通サテライトの運営を支援し、企業の技術開

発、新事業創出のための各種相談に対するワンストッ

プサービス、セミナー・交流会等の人的交流を促進す

る場の提供など、産業界・行政と産総研との連携強化

を図ってきた。平成25年度のサテライトの利用者数は

3,804人、技術相談の件数は137件であった。 

 北海道センター独自の活動として平成15年度より

「バイオテクニシャン育成事業」を実施し、専門学校

生を受け入れ、バイオ技術者としての人材育成支援を

推進してきた。平成25年度は5名を受け入れ、これま

でに総数37名のバイオテクニシャンを輩出している。 

 広報活動として、産総研本格研究ワークショップ、

産総研北海道センター講演会（全4回）等の開催、ビ

ジネス交流会等のイベント出展（他3件）、近隣住民を

対象にした一般公開、中高生の職場体験、見学者

（420名）の受入などを行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[北海道センター]    

    所  長   松岡 克典 

    所長代理   扇谷 悟 

[北海道産学官連携センター] 

    センター長  (兼)松岡 克典 

    産学官連携イノベーションコーディネータ 

     (兼)扇谷 悟、太田 英順、千葉 繁生 

    総括主幹   鈴木 正昭、中川 充、 

           永石 博志 

[北海道研究業務推進室] 
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    室長     尾崎 ひろ美 

    総括主幹   加瀬 治 

[生物プロセス研究部門]  

 [メタンハイドレート研究センター]  

 

３）東北センター（AIST Tohoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒983-8551 仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

代表窓口：TEL:022-237-5211、FAX：022-236-6839 

（サイト） 

仙台青葉サイト（東北サテライト） 

〒980-0811 仙台市青葉区一番町4-7-17 

TEL：022-726-6030、FAX：022-224-3425 

人 員：43名（32名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所東北センターは、東北経済産業

局が推進する産業クラスター計画「TOHOKU ものづ

くりコリドー」と連携しながら地域産業の振興に向け

て、東北地域における研究拠点および連携拠点として、

先端的な低環境負荷型化学プロセス分野の COE 化を

目指すとともに、東北6県の公設研との連携を基軸に

した広域連携のハブ機能としての役割を果たしている。 

 当センターには、環境負荷の小さい機能性材料の開

発と低環境負荷かつ省エネルギー型の化学プロセス技

術の研究開発を集中的に実施し、これらの新素材・化

学プロセスのシステム化を目指す「コンパクト化学シ

ステム研究センター」が置かれている。また、当セン

ターの研究成果をもとに化学産業分野におけるエネル

ギー多消費型化学プロセスから省エネルギー・省資

源・低環境負荷型化学プロセスへの革新的転換を目指

した技術開発と、実用化及び新しい産業創出を目的と

して企業会員60社が参加する「グリーンプロセスイン

キュベーションコンソーシアム（GIC）」を組織し、

産学官連携活動による産業ニーズと研究シーズのマッ

チングの促進を図っている。GIC では、研修セミナ

ーを開催するなど研究情報の交流促進に努めており、

その結果、会員企業との共同研究を9件実施し、研究

ユニットのシーズを核とした連携強化が図られている。

さらに、特に当センターが開発した粘土膜系新素材

「クレーストⓇ」の実用化に向けた取り組みを促進す

るコンソーシアム「Clayteam」では、企業会員48社

の参画により具体的な製品づくりを積極的に進めてい

る。また、東北地域のものづくり産業基盤を支える各

種計測技術に関して、東北分析・計測科学技術コンソ

ーシアム（TCAST）を組織し、計測関連技術力の向

上に向けた活動を行っている。 

 また外部研究機関との共同研究、受託・委託研究、

技術研修、研究助成金等に係わる契約業務、フェロー

シップや研究交流（派遣・招へい）等の手続きの円滑

化、さらには質の高い特許取得のための弁理士相談を

積極的に推進している。 

高温高圧実験室、防塵室、除振室を備えた東北産学

官連携研究棟（とうほく OSL）では、平成25年度末

で、32実験・研究室が使用され、東北地域における新

たな産業技術創生のための研究開発が行われている。 

 主な成果普及活動としては、8月に東北センター一

般公開を開催し555名の来場者が訪れ、平成26年1月に

は産学官連携フェア2014Winter みやぎを経済団体等

と共催し、研究成果の紹介や技術相談を通して成果普

及に努めた。 

 市内連携オフィスとして設置している東北サテライ

トでは、産技連東北地域部会事務局、東北航空宇宙産

業研究会事務局、東北再生可能エネルギー研究会事務

局として、公設試験研究機関・大学・企業との連携業

務の中核として活動するとともに、産総研全体の新し

い研究成果を東北地域産業界に発信する「新技術セミ

ナー」をほぼ毎月開催した。また、市民向け科学普及

事業として「まちなかサイエンス」を随時開催すると

共に、7月には東北大学等と「学都『仙台・宮城』サ

イエンス・デイ」を共催した。さらに積極的な企業訪

問を行う「東北コラボ100」を各県の公設試験研究機

関の協力のもとに行うなど、連携活動を強化した。 

 

業務報告データ： 

○刊行物 

名 称（Vol．No．） 刊行区分 発行部数 

産総研東北 Newsletter 
 No.39～40 

不定期 900部／回 

 

○主な行事（主催・共催・協賛） 

開催年月日 名   称 

25.4.22 第25回産総研・新技術セミナー 

25.4.23 
GIC 平成25年度総会及び第33回研

修セミナー 

25.4.25 
第18回産総研・仙台まちなかサイ

エンス 

25.5.10 第13回 Clayteam セミナー 

25.5.23 GIC 第1回研究開発相談会 

25.5.23 
第19回産総研・仙台まちなかサイ

エンス 

25.5.24 第26回産総研・新技術セミナー 

25.6.12 
平成25年度 産業技術連携推進会

議 東北地域部会 総会・幹事会 

25.6.20 第27回産総研・新技術セミナー 

25.7.16 
第20回産総研・仙台まちなかサイ

エンス 

25.7.21 
学都「仙台・宮城」サイエンス・

デイ2013 

25.7.24 
産技連 東北再生可能エネルギー

研究会 第1回幹事会・講演会 
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25.7.25 第28回産総研・新技術セミナー 

25.7.26 GIC 第34回研修セミナー 

25.8.10 
独立行政法人産業技術総合研究所

東北センター 一般公開 

25.8.21 
産技連 東北再生可能エネルギー

研究会 第1回見学会 

25.8.27 第14回 Clayteam セミナー 

25.9.20 第29回産総研・新技術セミナー 

25.10.3～10.4 
産技連 資源・環境・エネルギー

分科会 

25.10.11 
研究ユニット研究成果報告会・

GIC 第35回研修セミナー 

25.10.15 第30回産総研・新技術セミナー 

25.10.16～10.17 
産技連 物質・材料・デザイン分

科会 

25.10.24～10.25 
産技連 プラスチック成形加工技

術研究会総会・見学会 

25.10.24～10.26 エコプロダクツ東北2013 

25.10.25 
産技連 電子情報・エレクトロニ

クス分科会 

25.10.25～10.26 おおさき産業フェア2013 

25.10.31～11.1 産総研オープンラボ2013 

25.11.7～11.8 産技連 機械・金属分科会 

25.11.7～11.8 産技連 食品バイオ分科会 

25.11.11 第15回 Clayteam セミナー 

25.11.19 
産総研本格研究ワークショップ in
東北 

25.11.19 GIC 第2回研究開発相談会 

25.11.19 第31回産総研・新技術セミナー 

25.12.4 
産技連 東北再生可能エネルギー

研究会 第2回見学会 

25.12.10 GIC 第35回研修セミナー 

25.12.11 

産技連 東北航空宇宙産業研究会 

総会および第1回東北航空宇宙産

業広域連携フォーラム2013 

25.12.19 第32回産総研・新技術セミナー 

26.1.21 第33回産総研・新技術セミナー 

26.1.28 
産学官連携フェア2014winter みや

ぎ 

26.2.6 
平成25年度 東北大学-産総研 

連絡協議会 

26.2.13 第16回 Clayteam セミナー 

26.2.19 

産技連 東北航空宇宙産業研究会 

第2回東北航空宇宙産業広域連携

フォーラム2013 

26.2.24 第34回産総研・新技術セミナー 

26.2.25 
GIC 平成25年度報告総会／第36回

研修セミナー 

26.3.4 
産技連 東北再生可能エネルギー

研究会 第2回講演会 

26.3.7 第35回産総研・新技術セミナー 

26.3.18 TCAST 平成25年度総会・講演会 

 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

所  長：三石 安 

所長代理：松永 英之 

 

  ［東北産学官連携センター］ 

  センター長：(兼) 三石 安 

  イノベーションコーディネータ： 

(兼)松永 英之 南條 弘 

 

  ［東北研究業務推進室］  

   室 長：佐藤 学  

  ［コンパクト化学システム研究センター］ 

 

４）つくばセンター（AIST Tsukuba） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1 

人 員：2,258名（1,750名） 

概 要： 

 産総研つくばセンターは、産総研全体の研究機能の

中核として、およそ75パーセントの研究者や施設が集

積した大規模研究拠点である。その特徴を生かし、幅

広い研究分野をカバーするとともに、分野を融合した

これまでにない新規研究分野の創出を目指している。 

また、それらの研究ユニットとともに本部組織・事

業組織の大部分が集中配置され、東京本部との密な連

携によって、産総研の中枢を担う役割を持っている。 

 つくばセンターは、全国に展開する地域センターと

連携して、また、その立地する茨城県やつくば市そし

て首都圏の大学・研究機関・民間企業とも密接な連携

を進め、研究人材の供給や研究成果の移転を促進する

役割を果している。地域から国際社会までを視野に入

れて、社会や産業界が直面している困難な問題につい

て、科学技術の立場から解決策を提供している。 

 また、つくばセンターは、つくば地域に展開する最

大規模の研究所の一つとして、地域の環境と安全への

取り組みも行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[つくばセンター]  所長 一村 信吾 

 

 [つくば中央第一] 管理監 久保田 喜嗣 

      [第一研究業務推進室］ 

室長  小林 昭彦 

    [図書業務チーム] 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(925) 

      

 [つくば中央第二] 管理監 立石 裕 

      [第２二研究業務推進部］ 

部長  渡邉 修治 

 

 [つくば中央第三] 管理監 八瀬 清志 

      [第三研究業務推進室] 

          室長  助川 友之 

 

 [つくば中央第四] 管理監 関口 智嗣 

      [第四研究業務推進室] 

          室長  吉岡 有三 

 

 

 [つくば中央第五] 管理監 中岩 勝 

      [第五研究業務推進部] 

          部長  黒羽 義雄 

 

 [つくば中央第六] 管理監 織田 雅直 

      [第六研究業務推進室] 

    室長  井佐 好雄 

 

 [つくば中央第七] 管理監 矢野 雄策 

      [第七研究業務推進室] 

          室長  竹原 淳一 

 

 [つくば西]    管理監 長谷川 裕夫 

      [西研究業務推進部] 

          部長  関 芳明 

           

 [つくば東]    管理監 村山 宣光 

      [東研究業務推進室] 

          室長  浦井 聡子 

 

 [環境・エネルギー分野研究企画室] 

 [環境管理技術研究部門] 

 [環境化学技術研究部門] 

 [エネルギー技術研究部門] 

 [安全科学研究部門]  

--[新燃料自動車技術研究センター] 

 [メタンハイドレート研究センター] 

 [先進パワーエレクトロニクス研究センター] 

 [太陽光発電工学研究センター] 

--[触媒化学融合研究センター] 

--[再生可能エネルギー研究センター] 

 [ライフサイエンス分野研究企画室] 

 [生物プロセス研究部門] 

 [バイオメディカル研究部門] 

 [ヒューマンライフテクノロジー研究部門] 

 [糖鎖医工学研究センター] 

 [幹細胞工学研究センター] 

 [情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室] 

 [知能システム研究部門] 

 [情報技術研究部門] 

 [ナノエレクトロニクス研究部門] 

[電子光技術研究部門] 

 [セキュアシステム研究部門] 

[ネットワークフォトニクス研究センター] 

[ナノスピントロニクス研究センター] 

[サービス工学研究センター] 

[フレキシブルエレクトロニクス研究センター] 

[ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画室] 

[先進製造プロセス研究部門] 

[ナノシステム研究部門] 

[ナノチューブ応用研究センター]  

[集積マイクロシステム研究センター] 

 [計測・計量標準分野研究企画室] 

[計測標準研究部門] 

[計測フロンティア研究部門] 

[計量標準管理センター] 

[地質分野研究企画室] 

[地圏資源環境研究部門] 

[地質情報研究部門] 

[活断層・地震研究センター] 

[地質調査情報センター] 

[地質標本館] 

[企画本部] 

[コンプライアンス推進本部] 

[イノベーション推進本部] 

  [イノベーション推進企画部] 

  [知的財産部] 

  [産学官連携推進部] 

  [国際部] 

  [ベンチャー開発部] 

  [国際標準推進部] 

  [イノベーションスクール] 

--[つくばイノベーションアリーナ推進本部] 

  [つくばイノベーションアリーナ企画室] 

  [つくばイノベーションアリーナ連携推進室] 

  [共用施設調整室] 

  [スーパークリーンルーム運営室] 

  [パワーエレクトロニクス拠点運営室] 

[研究環境安全本部] 

  [研究環境安全企画部] 

[環境安全管理部] 

  [研究環境整備部] 

 [情報環境基盤部] 

 

[総務本部] 

 [業務推進支援部] 
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 [人事部] 

 [財務部] 

 [ダイバーシティ推進室] 

[評価部] 

[広報部] 

--[監査室] 

 

--------------------------------------------------------------------------- 
研究業務推進部室 
（General Affairs Division/Office） 
（つくば中央第1、つくば中央第2、つくば中央第3、つ

くば中央第4、つくば中央第5、つくば中央第6、つくば

中央第7、つくば西、つくば東） 
概 要： 

 つくばセンターの各事業所研究業務推進部室は、研

究支援業務、職員等の勤務及び服務管理、物件の調達

業務、施設及び設備等の管理等の業務、環境及び安全

衛生の業務等を行っている。 

 これらの業務を迅速に行うことにより、効率的な組

織運営を図っている。 

 

図書業務チーム（Library Office） 
（つくば中央第1、つくば中央第2、つくば中央第3、つ

くば中央第5、つくば中央第6、つくば中央第7、つくば

東、つくば西） 
概 要： 

 研究活動を行うために不可欠な情報源である学術雑

誌の収集・管理、文献情報の提供、各図書室の運営、

各図書室からの図書情報の一元管理を行っている。 

 オンラインジャーナルによるサービスの提供、文献

データベースの利用促進並びに所蔵データの整理・統

一を推進している。 

 
５）臨海副都心センター 
（AIST Tokyo Waterfront） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒135-0064 東京都江東区青海二丁目3番地26号 

人 員：73名（55名） 

概 要： 

産業技術総合研究所臨海副都心センターは、文部

科学省及び経済産業省の連携協力によって整備され

た国際研究交流大学村に、産学官連携の役割を担う

研究拠点として、平成13年4月1日に設置された。当

センターは国内外産学官各分野の一線級研究者によ

る多様な研究に対応できるフレキシビリティの高い

空間を設けている。 

平成17年4月からは、産学官連携の研究拠点を拡張

し、新たにバイオテクノロジーと情報工学の融合研

究のための施設として、バイオ・IT 融合研究施設の

運用を開始し、技術者等の人材育成から最先端の研

究開発まで積極的な事業活動を展開している。 

そして6つの研究ユニット（生命情報工学研究セン

ター、創薬分子プロファイリング研究センター（平

成24年度新設）、デジタルヒューマン工学研究セン

ター、サービス工学研究センター、バイオメディカ

ル研究部門、ユビキタスエネルギー研究部門）が、

新産業の創出や市場拡大につながる独創的かつ先端

的技術シーズの研究開発とともに国内外の研究者と

の交流や研究成果の情報交換を行っている。 

 当センターへは、平成25年度に内外の大学・企業・

政府関係者等約400名が視察に訪れており、国際的な

産学官による研究交流拠点としての役割を果たしてい

る。 

平成25年度における外部機関と行った連携研究は、

共同研究146件、受託研究32件である。 

 また、展示コーナー（サイエンス・スクエア臨海）

を平日に公開するとともに、国際研究交流大学村を舞

台に開催された、サイエンス・アゴラ2013の開催に合

わせて臨海副都心センターの一般公開を実施するなど

の広報活動を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［臨海副都心センター］所  長 八木 康之 

所長代理 伊藤 日出男 

   ［臨海副都心研究業務推進部］ 

      部  長 上野 俊夫 

 ［臨海副都心産学官連携センター］ 

センター長 (兼) 八木 康之 

 

   ［生命情報工学研究センター］ 

 ［創薬分子プロファイリング研究センター］ 

 ［デジタルヒューマン工学研究センター］ 

 ［サービス工学研究センター］ 

   ［バイオメディカル研究部門］ 

   ［ユビキタスエネルギー研究部門］ 

 
６）中部センター（AIST Chubu） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒463-8560 

    名古屋市守山区大字下志段味字穴ケ洞2266-98 

代表窓口：TEL:052-736-7000、FAX:052-736-7400 

サイト：名古屋駅前サイト： 

    〒450-0002名古屋市中村区名駅4丁目4-38 

    TEL：052-583-6454 

人 員：137名（113名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所中部センターは、ものづくり産

業が高度に集積した中部地域における研究開発ゾーン

の一つである「なごやサイエンスパーク」に立地し、
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その中核的研究機関となっている。当センターは、地

域における伝統的なものづくりである窯業や機械・金

属に関わる技術の開発を出発点として発展し、ファイ

ンセラミックスや金属などの工業材料の創製・部材化

とそのプロセス技術を軸として研究開発を行い、新産

業の創生と産業競争力強化に寄与してきている。当セ

ンターは、現在、先進製造プロセス研究部門、サステ

ナブルマテリアル研究部門及び計測フロンティア研究

部門を擁し、持続的発展可能な社会の構築に貢献でき

る産業技術を確立するため、材料・プロセス・計測評

価技術に関わる高度な研究を展開している。また、中

部における産業政策の展開に貢献するため、中小企業

の戦略的基盤技術高度化支援事業等に協力・支援する

とともに、地域の企業・大学・公設研と連携し、各種

研究開発事業への提案を行っている。 

 連携・協力提携協定を締結した名古屋大学および名

古屋工業大学それぞれと連携協議会を開催すると共に、

連携強化のため技術交流会や共同研究構築のための

FS 調査研究を実施した。地域の公設試験研究機関と

は産業技術連携推進会議の活動を通じ、産総研を中核

とした連携を構築するための活動を展開した。中部地

域における産学官連携に携わる機関が活動拠点を共同

で運営することにより、当地域のイノベーションの創

出基盤の強化に資することを目的として、平成20年度

に関係の7機関（平成22年度より8機関）により設置し

た「名古屋駅前イノベーションハブ」を活用し、ワン

ストップサービスが可能な企業向けの技術相談事業を

実施するとともに、各種イベントを開催した。平成25

年度の代表的な活動状況を以下に示す。 

 中部センター所属の3研究ユニットと合同で中部セ

ンター研究発表会・オープンラボを開催し、研究発表

会では25件の研究発表、オープンラボでは11件の研究

現場紹介を行った。研究発表会には350名の、オープ

ンラボには153名の参加者があり、中部センターの研

究活動と成果をアピールした。また「TECH Biz 
EXPO 2013」（来場者19,885名）において、産総研中

部センターならびに中部地域の公設試験研究機関（9

機関）が各機関の紹介などの展示を合同で行った。北

陸地域でのシーズ発信活動として金沢市で技術普及講

演会（参加者47名）を開催した。産総研の技術シーズ

を定期的に発信する技術シーズ発表会を昨年度に引続

き行った。科学技術の啓蒙活動として8月に一般公開

を開催した（参加者2,660名）。本年度の延べ見学者数

は272名に達している。 

 知的財産権の取得を積極的に推進し、国内特許51件、

外国特許25件を出願した。技術相談件数は645件あっ

た。 

 産業界をはじめとする外部機関との連携も積極的に

展開し、共同研究227件、受託研究24件を行った。大

学とは、連携大学院の拡充強化に努め、10大学（名古

屋工業大学、岐阜大学、大同大学、名城大学、中部大

学、愛知工業大学、長岡技術科学大学、上智大学、北

海道大学、金沢工業大学）に11名の教授と3名の准教

授が就任している。平成22年度から愛知県が開始した

「知の拠点あいち」重点研究プロジェクトに、中部セ

ンターからも17名の研究者が加わり、「低環境負荷型

次世代ナノ・マイクロ加工技術の開発」と「超早期診

断技術開発プロジェクト」に取り組んだ。また、戦略

的基盤技術高度化支援事業3テーマ、復興促進プログ

ラム（A-STEP）2テーマ、新あいち創造研究開発補

助事業1テーマに参加した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図(2014/3/31現在) 

 

［中部センター］所  長 鳥山 素弘 

        所長代理 田澤 真人 

          （兼）淡野 正信 

          （兼）中村 守 

  ［中部産学官連携センター］ 

     センター長 (兼) 鳥山 素弘 

          副センター長   佐藤 憲司 

     イノベーションコーディネータ 

      渡村 信治、都築 明博、山田 豊章、 

（兼）田澤 真人 

     連携主幹 

      粂 正市 

産業技術総括調査官 

（兼）都築 明博 

     総括主幹 

 林 永二、阪口 修司 

  ［中部研究業務推進部］部長 中島 義昭 

     [業務推進チーム]チーム長 中田 正人 他 

     [会計チーム]チーム長 寺島 広之 他 

     [研究環境安全チーム] 

             チーム長 河口 和浩 他 

   先進製造プロセス研究部門 

   サステナブルマテリアル研究部門 

   計測フロンティア研究部門 

 

７）関西センター（AIST Kansai） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

代表窓口：TEL：072-751-9601、FAX：072-754-1939 

サイト： 

尼崎支所：〒661-0974 兵庫県尼崎市若王寺3-11-46 

      TEL：06-6494-7854 

人 員：167名（138名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所関西センターは、旧大阪工業技

術研究所、旧電子技術総合研究所大阪ライフエレクト
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ロニクス研究センター、旧計量研究所大阪計測システ

ムセンター、旧地質調査所大阪地域地質センターの4

所を母体としている。 

 現在、当センターには、4研究部門（ユビキタスエ

ネルギー研究部門、健康工学研究部門、計測標準研究

部門、セキュアシステム研究部門）が置かれている。 

 関西センターは、持続的発展可能な社会の実現、産

業競争力の強化、地域産業の発展への貢献を目指し、

健康な暮らしを支える技術、豊かな暮らしを創る技術、

安心・安全な暮らしを守る技術の生活に密着する研究

開発を推進している。 

 関西地域は、産業界とアカデミアが集積し産学官連

携が組みやすい構造にある。この特徴を活かし、産総

研の研究ポテンシャルを地域産業の振興に役立たせる

連携活動も積極的に展開している。 

 近畿経済産業局をはじめ、企業、大学、公的研究機

関、自治体、企業団体や研究開発支援団体などとの交

流・連携を深めている。 

 産総研の研究活動を紹介するため、「AIST 関西懇

話会」、「ダイヤモンド・イノベーション・クラブ」

（池田市）、「第9回 UBIQEN フォーラム：蓄電池・

燃料電池関連技術の国際標準化」（豊中市）、「本格研

究ワークショップ：蓄電池技術開発におけるオープン

イノベーション」（大阪市）、「次世代ナノテクフォー

ラム」（豊中市）、「分子複合医薬研究会」（池田）、「炭

素繊維シンポジウム」（大阪市）等を開催した。 

 連携業務の平成25年度実績（共同研究209件、技術

研修99件、受託研究41件、国内特許出願（単願31件、

共願53件）、外国特許出願（単願17件、共願51件））は

活発な産学官連携の実態が表われている。 

 また、科学技術の啓蒙普及を主眼に開催した研究所

一般公開（尼崎7月26日：551名、池田8月3日：1550

名）、池田市教育特区事業による市内小学校への科学

教室や、全国の科学館や地方自治体等の要請による科

学教室を実施した（81回：6558名）。毎回多数の参加

者を得ており関西センターに寄せられている期待は大

きい。 

 セキュアシステム研究部門と協力して組込みシステ

ム産業との連携活動を進めている。人材高度化プログ

ラムである「組込み適塾」(関西，東北から延べ 108

名の技術者が受講)、国内各地域の組込み関連団体と

の連携強化を図る「全国組込み産業フォーラム」、製

品開発の現場で技術展示を行う「出張展示会」などを

組込みシステム産業振興機構と開催した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[関西センター] 所  長 小林 哲彦 

        所長代理 牧原 正記 

        尼崎支所管理監（兼）坪田 年 

  [関西産学官連携センター] 

    センター長 （兼）小林 哲彦 

    副センター長 松原 一郎 

    イノベーションコーディネータ 

        (上席)上原 斎、堀野 裕治、 

          坪田 年、松原 一郎、 

        若林  昇、宮崎 義憲  

    総括主幹 齋藤 俊幸 他 

     

  [関西センター研究業務推進部] 部長 芝原 徹 

     [業務推進チーム] チーム長 橋本 朗 

    [会計チーム]    チーム長 青木 一彦 

    [研究環境安全チーム] チーム長 村岡 忍 

    [尼崎業務推進チーム] チーム長 稲田 正利 

  [計測標準研究部門] 

  [健康工学研究部門] 

  [ユビキタスエネルギー研究部門] 

  [セキュアシステム研究部門] 

 

８）中国センター（AIST Chugoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒739-0046 広島県東広島市鏡山3-11-32 

TEL：082-420-8230、FAX：082-423-7820 
人 員：32名（22名） 
概 要： 

 産業技術総合研究所中国センターは、中国地域にお

ける中核的な研究拠点として活動を展開しており、バ

イオマスリファイナリー研究センターでは木質系バイ

オマスからの化学品原料（ケミカル）、高性能複合材

料（マテリアル）、液体燃料を製造するための基盤技

術の研究開発を、地質情報研究部門沿岸海洋研究グル

ープでは瀬戸内海などの沿岸・閉鎖性水域の環境修復

のための研究を進めている。また産総研の中国地域に

おけるイノベーションハブ基地として、企業の技術相

談・支援に注力するとともに、大学、公設研との連携

を推進している。 

 バイオマスリファイナリー研究センターでは、木質

系バイオマスを分解して糖、セルロースナノファイバ

ー、リグニンなどを効率よく取り出す技術の開発、糖

を出発物質としてバイオ変換により液体燃料や化学品

原料を製造する技術の開発、セルロースナノファイバ

ーとプラスチックを混ぜることで高性能複合材料を製

造する技術の開発を進めている。またバイオマスの糖

化に欠かせない糖化酵素について、生産性の向上、バ

ランスの最適化、高機能化を目指した研究を行ってい

る。さらに木質系バイオマスをガス化した後、合成ガ

スから触媒合成によってジェット燃料を製造するプロ

セスの開発や、微生物により有用物質やエタノールに

変換するための基盤技術の研究開発にも取り組んでい

る。 
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 沿岸海洋研究グループでは、瀬戸内海沿岸環境技術

連携研究体を軸に現地観測、水理模型実験、数値シミ

ュレーション等の手法並びに阿賀臨海実験施設（呉市

阿賀）を活用し、流況改善やアマモ場再生による沿岸

域環境修復と環境評価の技術開発を推進した。 

 中国産学官連携センターは、地域企業の技術課題と

産総研の研究成果のマッチングの強化等を目的に創設

した産総研中国センター友の会（産友会）の活動とし

て、会員企業訪問、メルマガ発信等を行っている。さ

らに産業技術連携推進会議中国地域部会、中国地域産

総研技術セミナー、中四国地域公設試験研究機関研究

者合同研修会等を開催するとともに、中国5県公設研

究機関の開放機器データを中国センターホームページ

に公開している。平成25年度には、地域の中小企業、

公設研究機関、知能システム研究部門との連携による

産総研戦略予算「中小企業支援のためのランダムピッ

キングロボットシステムの開発」をコーディネートし

た。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[中国センター] 所  長   中村 修 

        所長代理(兼) 平田 悟史 

  [中国産学官連携センター] 

     センター長 (兼)  中村 修 

     副センター長    松井 眞一 

  [中国研究業務推進室] 

     室  長      関河 敏行 

  [バイオマスリファイナリー研究センター] 

      成分分離チーム 

   酵素利用チーム 

   微生物変換チーム 

   セルロース利用チーム 

   BTL プロセスチーム 

   実証・実用化チーム 

  [地質情報研究部門] 

   沿岸海洋研究グループ 

   瀬戸内海沿岸環境技術連携研究体 

 

９）四国センター（AIST Shikoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒761-0395 香川県高松市林町2217番地14号 

代表窓口：TEL(087)869-3511、FAX(087)869-3553 

人 員：34名（24名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所四国センターは、‘94.7月に香

川県が技術・情報・文化の複合拠点として旧高松空港

跡地に整備した「香川インテリジェントパーク」内に

立地し、「研究拠点」として健康工学研究部門の研究

成果や技術を活用した「健康関連産業の創生」に取り

組むとともに、「連携拠点」として全産総研のポテン

シャルを活用したものづくり基盤技術力の向上および

先端技術の導入による「ものづくり産業の競争力強

化」に取り組んでいる。 

 健康工学研究部門（平成22年4月1日設立 研究拠

点：四国センター、関西センター）は「人間の健康状

態を計測・評価し、その活動を支援するため、先端的

なバイオ技術と材料システム開発技術を融合し、健康

な生活の実現に寄与する技術を確立する」ことをミッ

ションとし、四国センターでは特に、1)バイオマーカ

ーの機能解析・同定とその検知デバイス技術開発、2)

健康リスク計測・評価とリスクモニタリング技術の開

発を戦略課題として、境界型糖尿病マーカー、酸化ス

トレスマーカー、炎症性糖脂質マーカーなどの探索と

疾患予知診断のためのバイオデバイス開発、および感

染症の超早期診断機器の開発などに取り組んでいる。 

 四国地域の企業を中心に組織化した「四国工業研究

会」をもとに、下部組織である“次世代バイオナノ研

究会”での研究成果の発信や普及、イノベーションコ

ーディネータを中心とした個別企業との対話や技術相

談等、四国地域における工業技術の振興、産業の発展

を目指した活動を実施した。 

「四国地域イノベーション創出協議会」の副事務局

として、産総研と経済局・自治体との情報共有を主と

した連絡会議の開催に加え、産業支援機関などの支援

ツールを活用することで企業の多様なニーズに応える

活動を実施した。また“四国産業技術大賞・革新技術

賞”として、技術開発成果が特に優秀であった四国内

企業3社の表彰を実施した。 

「産業技術連携推進会議四国地域部会食品分析フォ

ーラム分科会」では、新たに3つの公設研究機関が加

入し、公設研究機関の会員が20機関となった。本分科

会は、地域特産食品の機能性成分について信頼性の高

い分析法を確立して分析精度を高め、食品商品への機

能性成分量表示を容易にすることにより、生鮮食品や

加工食品の付加価値向上とブランド化に貢献し、我が

国の地域食品関連産業の振興を期することを目的とし

ている。会員公設研究機関協力のもと、フォーラム標

準化2件、室間共同分析4件を実施した。 

四国内の6大学（連携協定締結大学：徳島大、鳴門

教育大、香川大、愛媛大、高知大、高知工科大）と産

総研との四国研究プラットフォームでは、昨年度に引

き続き「四国・住みたいまちに生きる」をテーマに議

論を行った。外部有識者を招き、都市論や地域の産業

創生、過疎地域における地域活性化の事例などを取り

上げ、講演と意見交換を行い、その内容を中間報告と

してとりまとめた。また、遍路中の健康に対する効果

を科学的に実証することを目的として“お遍路が心と

体に与える影響調査”を高知大学との共同で実施した。 

11月には“四国が拓く新素材・デバイスの未来”を
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テーマに愛媛県松山市において「本格研究ワークショ

ップ in 松山」を伊予銀行と共同で開催した。化学素

材産業の集積がある愛媛県において、企業の最新動向

と産総研の関連研究の事例を紹介し、新素材・デバイ

スの将来を四国から展望することを目的として、講演、

ポスター展示及び技術相談を行い約200名の参加があ

った。 

その他、産業界向けの講演会として、四国4県の公

設試や産業支援機関の協力のもと「新技術セミナー」

を計6回開催した。また、青少年に科学技術のおもし

ろさを体験する機会を提供し、理解増進を図ることを

目的に一般公開を開催、香川県内のスーパーサイエン

スハイスクール指定校2校（高松第一高等学校、観音

寺第一高等学校）の協力もあり、約500名の参加があ

った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［四国センター］所  長 松木 則夫 

        所長代理（兼） 吉田 康一 

        上席イノベーションコーディネータ  

                  三木 啓司 

  ［四国産学官連携センター］ 

     センター長(兼) 松木 則夫 

     副センター長 塩津 進 

     イノベーションコーディネータ 矢野 哲夫 

     連携主幹 内海 明博 

  ［四国研究業務推進室］ 

       室  長 小池 英樹 

       室長代理 松岡 邦治 

  ［健康工学研究部門］ 

       研究部門長 吉田 康一 

       副研究部門長 大家 利彦 

       総括研究主幹 脇田 慎一 

       研究主幹 大槻 荘一 

     生体ナノ計測研究グループ 

     バイオデバイス研究グループ 

     健康リスク削減技術研究グループ 

     生体機能制御研究グループ 

     バイオマーカー解析研究グループ 

  （以下、関西センター） 

     ストレスシグナル研究グループ 

     人工細胞研究グループ 

     生体分子創製研究グループ 

     生体分光解析研究グループ 

     バイオインターフェース研究グループ 

     くらし情報工学研究グループ 

     組織・再生工学研究グループ 

     細胞分子機能研究グループ 

 

10）九州センター（AIST Kyushu） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1 

代表窓口：TEL：0942-81-3600、FAX：0942-81-3690 

福岡サイト：〒812-0013 福岡市博多区博多駅東二丁目

13-24 (財)九州産業技術センター内 2F 
     TEL：092-292-5051、FAX：092-292-5998  

人 員：43名（32名） 

 

概 要： 

 産業技術総合研究所九州センターは、九州地域にお

けるオール産総研の窓口として、「研究拠点」と「連

携拠点」の二つの機能を活かすための研究開発に取り

組んでいる。 

 九州は半導体、自動車関連分野における製造業の集

積地であることから、「研究拠点」としては、「マイス

ター型連携制度」を導入し、半導体産業などの生産現

場における品質・生産性の向上、安全確保などに資す

る新たな計測ソリューションをオンタイムで提供する

ことを目指す「生産計測技術研究センター」を設置し

ている。 

 ｢連携拠点｣としては、「太陽電池モジュール信頼性

評価連携研究体」を設置し、民間企業等とともに太陽

電池モジュールの長期信頼性評価のための産学官連携

拠点形成を進めている。 

 この他の「連携拠点」の活動として、11月に産技連

九州・沖縄地域部会等が一体となって地域企業等へ技

術情報提供、情報交換等を行う交流の場として「第3

回九州・沖縄 産業技術オープンデー」を鳥栖市にて

開催し、企業から多数の参加者を得た（来場者：375

名）。また、九州経済産業局、中小機構九州本部、九

州産業技術センターおよび九州ニュービジネス協議会

との5者共同主催による「産学官交流研究会 博多セミ

ナー」を中小機構九州本部において毎月第一金曜日に

開催し、産学官の出会いと交流・相談の場を提供した

（参加者：延べ854名）。 

 8月には、九州センターを一般公開し、科学の楽し

さや不思議さを体験させる機会を提供した（来場者：

1,195名）。1月には、｢産総研本格ワークショップ in
大分｣を開催し、講演会、地元企業との意見交換会、

技術相談の他、産総研の成果展示も行い、産総研の技

術活用を地域企業に広報した（参加者：212名）。 

 また、佐賀県と平成24年5月に締結した連携・協力

に関する協定に基づき、県内中小企業向けセミナーを

1回（2月、参加者:27名）、産総研との連携企業見学会

を1回（5月、参加者：約40名）開催した。九州工業大

学および北九州市とは、平成24年2月に締結した連

携・協力に関する協定に基づく連携事業として、10月

の「北九州学術研究都市第13回産学連携フェア」にお

いて合同セミナー「オープンリサーチによる環境エレ
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クトロニクス研究と拠点化構想」を開催（参加者：

101名）するとともに、研究成果を展示した。 

 産総研コンソーシアム「計測・診断システム研究協

議会」では、傘下の5研究会による講演会等を15回、

出前シンポジウムを1回開催（参加者:延べ569名）し

た。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［九州センター］ 

         所長       渡辺 正信  

         所長代理     平井 寿敏 

               （兼）坂本 満 

   ［九州産学官連携センター］ 

         センター長 （兼）渡辺 正信 

         副センター長   成瀬 徹 

         イノベーションコーディネータ 

                  犬養 吉成 

                  猿渡 新水 

               （兼）平井 寿敏 

         産業技術総括調査官 

               （兼）野間 弘昭 

   ［九州センター研究業務推進室］ 

         室長       玉上 康弘 

         チーム長     大塚 茂 

                  太田 幹雄 

   ［生産計測技術研究センター］ 

         研究センター長  坂本 満 

   ［太陽電池モジュール信頼性評価連携研究体］ 

         連携研究体長   増 田 淳 

  

11）福島再生可能エネルギー研究所 
（Fukushima Renewable Energy Institute） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒963-0298 郡山市待池台2-2-9 

代表窓口：TEL：024-963-1805、FAX：024-963-0824 

人 員：23名（16名） 

概 要： 

 福島再生可能エネルギー研究所は、東日本大震災復

興基本法第3条に基づき制定された「東日本大震災か

らの復興の基本方針」および「福島復興再生基本方

針」などを受けて、産総研が「再生可能エネルギー先

駆けの地、福島」に設立することを決定した新たな研

究拠点である。平成26年4月の拠点開所に先行して、

平成25年10月1日に設立された。設立から平成26年1月

の拠点建物竣工まではつくば研究センターにおいて研

究・業務活動を実施し、拠点建物竣工後は段階的に現

地駐在者を増員して研究実施環境の整備を進め、3月

に開所準備を完了した。 

 福島再生可能エネルギー研究所は「世界に開かれた

再生可能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産

業の集積を通した復興への貢献」をミッションとする、

再生可能エネルギーに関する研究開発に特化した事業

組織である。研究実施ユニットとして再生可能エネル

ギー研究センターを擁し、再生可能エネルギーの大量

導入を支えるための、導入制約解消のためのシステム

開発、一層のコスト低減、環境負荷低減や社会受容の

ための適切なデータ提供の研究を実施する。また、当

所の施設の一部を使用して文部科学省の「革新的エネ

ルギー研究開発拠点形成事業」が実施される。 

 当所独自の連携活動として、平成25年度に「被災地

企業のシーズ評価プログラム」を開始した。この事業

は「産業集積による復興への貢献」という当所のミッ

ションの一つとして、東日本大震災の被災3県（福島、

宮城、岩手）に所在する企業が開発した再生可能エネ

ルギーに関連したシーズに対する技術支援を産総研が

経費を負担して実施し、その成果の当該企業への移転

を通じて、地域における新産業の創出を支援する事業

である。平成26年度事業は事業名を「被災地企業のシ

ーズ支援プログラム」とし、平成26年1月に募集を行

った（4月に採択課題決定予定）。 

 その他の連携・広報活動として、産総研オープンラ

ボでの福島再生可能エネルギー研究所特別展示と講演

会開催（10月）、ふくしま復興・再生可能エネルギー

産業フェアへの出展（11月）、郡山市市主催産学官交

流会（10月）、いわき市主催産学官交流会（12月）へ

の参加等を実施した。産総研は、平成26年2月に東北

大学と「東日本大震災からの復興・再生を目指した産

学官連携・協力に関する協定」を、また同年3月に福

島県と連携・協力に関する協定を締結し、それらにお

いて福島再生可能エネルギー研究所は連携の中核を担

う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

所  長：大和田野 芳郎 

所長代理：宗像 鉄雄 

     近藤 道雄 

 

  ［福島連携調整室］ 

  室長：(兼)宗像 鉄雄 

  イノベーションコーディネータ：阪口 圭一 

 

  ［福島研究業務推進室］ 

  室  長：谷川原 久明 

  室長代理：川鈴木 宏 

       中澤 新吾 

 

［再生可能エネルギー研究センター］ 
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◆図書蔵書数 

 

蔵書                                                   平成25年度末 

総蔵書数 製本冊数 総蔵書数

購入 寄贈 除籍・移動 計 （冊） 購入 寄贈 除籍・移動 計 （冊） （冊）

北海道センター 外国 0 22 △ 17 5 1,404 43 0 0 43 43 15,852

国内 0 85 △ 87 △ 2 4,525 35 0 0 35 35 8,126

計 0 107 △ 104 3 5,929 78 0 0 78 78 23,978

東北センター 外国 0 0 △ 199 △ 199 316 0 0 △ 6,215 △ 6,215 43 186

国内 0 0 △ 325 △ 325 1,144 0 0 △ 2,629 △ 2,629 35 23

計 0 0 △ 524 △ 524 1,460 0 0 △ 8,844 △ 8,844 78 209

つくばセンター

 第２事業所 外国 0 4 0 4 75 0 0 0 0 0 0

国内 4 14 0 18 410 0 0 0 0 0 0

計 4 18 0 22 485 0 0 0 0 0 0

 第３事業所 外国 0 0 0 0 206 0 0 0 0 0 0

国内 0 0 0 0 176 0 0 0 0 0 124

計 0 0 0 0 382 0 0 0 0 0 124

 第５事業所 外国 0 0 0 0 167 0 0 0 0 0 0

国内 0 0 0 0 801 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 968 0 0 0 0 0 0

 第６事業所 外国 0 0 0 0 149 0 0 0 0 0 15,168

国内 1 0 0 1 573 0 0 0 0 0 1,798

計 1 0 0 1 722 0 0 0 0 0 16,966

 第７事業所 外国 150 1,849 △ 59 1,940 80,749 1,652 1,019 △ 203 2,468 2,066 143,559

国内 2 2,139 △ 372 1,769 68,190 126 222 △ 936 △ 588 254 40,760

計 152 3,988 △ 431 3,709 148,939 1,778 1,241 △ 1,139 1,880 2,320 184,319

 東事業所 外国 137 281 △ 1 417 17,115 147 2 △ 1 148 148 37,533

国内 0 477 △ 1 476 14,116 321 6 △ 21 306 347 9,839

計 137 758 △ 2 893 31,231 468 8 △ 22 454 495 47,372

 西事業所 外国 2 144 0 146 8,486 82 0 0 82 82 23,031

国内 11 411 0 422 10,287 228 4 0 232 215 10,943

計 13 555 0 568 18,773 310 4 0 314 297 33,974

中部センター 外国 6 13 △ 49 △ 30 7,249 24 0 △ 218 △ 194 24 44,492

国内 0 110 △ 329 △ 219 9,654 39 10 △ 144 △ 95 49 12,024

計 6 123 △ 378 △ 249 16,903 63 10 △ 362 △ 289 73 56,516

関西センター 外国 89 194 0 283 11,167 160 1 0 161 161 36,070

国内 79 125 0 204 8,992 43 42 0 85 85 10,116

計 168 319 0 487 20,159 203 43 0 246 246 46,186

中国センター 外国 0 2 △ 1 1 1,486 55 0 0 55 22 5,812

国内 0 91 △ 6 85 3,594 26 20 0 46 26 3,005

計 0 93 △ 7 86 5,080 81 20 0 101 48 8,817

四国センター 外国 0 1 0 1 1,568 2 0 0 2 2 6,672

国内 0 35 0 35 3,807 50 9 0 59 59 2,748

計 0 36 0 36 5,375 52 9 0 61 61 9,420

九州センター 外国 0 0 0 0 2,218 18 0 0 18 18 15,043

国内 0 7 0 7 5,338 19 0 0 19 19 7,329

計 0 7 0 7 7,556 37 0 0 37 37 22,372

産総研　合計 外国 384 2,510 △ 326 2,568 132,355 2,183 1,022 △ 6,637 △ 3,432 2,609 343,418

国内 97 3,494 △ 1,120 2,471 131,607 887 313 △ 3,730 △ 2,530 1,124 106,835

計 481 6,004 △ 1,446 5,039 263,962 3,070 1,335 △ 10,367 △ 5,962 3,733 450,253

24年度受入数（冊）

雑誌

センター・事業所 区分

単行本

24年度受入数（冊）

 
※平成２４年度よりつくばセンター内の第２、第３、第５、第６の単行本及び製本雑誌は第７及び第６書庫に集約済 

※関西センターには尼崎事業所の蔵書の一部も含む 
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(2) 本部組織 

 研究の円滑な実施と社会への還元を、より効率的・効果的に支援すべく、平成22年10月の組織改編に際し「研究

関連・管理部門等」のうち15部署を3本部に統合・スリム化等を行った。具体的には、産学官連携に関連する業務を

総合的かつ横断的に実施する「イノベーション推進本部」、施設の維持・管理に関連する業務を一体的に実施する

「研究環境安全本部」、事業所等の研究支援業務を統括する「総務本部」を設置した。 

平成25年4月につくばイノベーションアリーナ推進関連の業務に係る意思決定の効率化等のため、「つくばイノベー

ションアリーナ推進本部」を設置した。更に、平成25年10月には内部監査体制の見直しを行い、「監査室」を「コン

プライアンス推進本部」から理事長直下の本部組織として再配置した。 

 

【本部組織】 

・企画本部 

・コンプライアンス推進本部 

・イノベーション推進本部 

・つくばイノベーションアリーナ推進本部 

・研究環境安全本部 

・総務本部 

・評価部 

・広報部 

・監査室 

 

＜凡 例＞ 

本部・事業組織名（英語名） 

---------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第×、△△センター 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

概 要：部門概要 

---------------------------------------------------------------------- 

機構図（2014/3/31現在の役職者名） 

---------------------------------------------------------------------- 

××室（英語名） 

（つくば中央第○） 

概要：業務内容 

△△室（英語名） 

（△△センター） 

概要：業務内容 

---------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 
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１）企画本部（Planning Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部、つくば中央第2 

人 員：64名（42名） 

概 要： 

 企画本部は、理事長を補佐し、研究所の総合的な経

営方針の企画及び立案、研究所の業務の実施に係る総

合調整並びに業務合理化の推進等に係る業務を行って

いる。 

 具体的には、理事長の執務補佐を行うとともに、研

究所の経営企画業務として、経済産業省と密接なコミ

ュニケーションをとりつつ、法人運営全体に係わる企

画調整、経営方針の企画立案、中期計画及び年度計画

の取りまとめ、研究資源の配分、研究センター・研究

部門・研究ラボの新設及び改廃案の策定等を行ってい

る。研究企画業務として、研究方針の企画立案、研究

戦略の策定、分野融合による重点研究テーマの設定、

研究スペースの調整、研究計画の取りまとめ等を行っ

ている。 

 また、国会、経済産業省、総合科学技術会議や独立

行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構等の外

部機関への総括的な対応を担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

【企画本部】 

   企画本部長   川上 景一 

   企画副本部長  中村 吉明 

宇都 浩三 

   審議役     廣田 正典 

                      野口 哲男 

  【総合企画室】 

室長      今泉 博之 

総括企画主幹  中村 浩之 

  原  重樹 

【組織企画室】 

室長      屋代 久雄      

【研究戦略室】 

 室長      加納 誠介 

 総括企画主幹  石井 順太郎 

【産業技術調査室】 

室長      関根 重幸 

--------------------------------------------------------------------------- 
総合企画室 

（General Planning Office） 

概 要： 

 企画本部4室を総括し、研究所の総合的な経営方針

及び研究方針の企画及び立案並びに総合調整に関する

業務を行っている。 

 

組織企画室 

（Organization Planning Office） 

概 要： 

 組織企画室は、研究所の組織及び人員配置にかかる

基本方針の企画及び立案並びに総合調整、研究所の運

営諮問会議、及び理事長が参加する外部委員会等への

対応に関する業務を行っている。 

 

研究戦略室 

（Research Strategy Office） 

概 要： 

研究戦略室は、研究所の研究戦略及び研究所の人事

に係る基本方針の企画及び立案並びに総合調整を行っ

ている。 

 

産業技術調査室 

（Industrial Technology Research Office） 

概 要： 

 産業技術調査室は、研究所の経営方針の企画立案に

資する調査並びに産業技術や国等の政策動向に関する

情報の収集、分析を行っている。 

 

２）コンプライアンス推進本部 
（Compliance Headquarters） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：11名（3名） 

概 要： 

 コンプライアンス推進本部は、産総研における各部

署や職員等のコンプライアンスに関する取組みを支援

するとともに、リスク管理の最終責任部署として関連

部署等と連携を図りながら、社会の信頼に応える組

織の構築を推進している。 

平成25年度の主な活動は以下のとおりである。 

１．参加型によるコンプライアンス推進の周知徹底 

・新規採用職員や契約職員に対してコンプライア

ンスに関する基礎知識の理解を目的とした研修

を実施し、また、グループ長等及び研究ユニッ

トの研究員等を対象にコンプライアンスに関す

る知識の再確認・管理意識の徹底を目的とした

研修を実施した。 

・コンプライアンス推進活動の一環として、身近

な事例をもとに、コンプライアンスに関する理

解をより深めるため、啓発資料「コンプラ便

り」を作成し、所内に4通発信した。 

・職員一人一人のコンプライアンスに対する意識

を高めるため、役職員等を対象として、「コンプ

ライアンスに関するセルフチェック」を実施し、

対象者全員（5,820名）が基本的な考え方を再確

認した。 
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２．利益相反マネージメントの実施 

・役職員等を対象として、年2回（上期:8月、下

期:3月）の「利益相反に係る定期自己申告」を

実施し、対象者全員（上期3,153名、下期3,135

名）からの申告を受けた。また、今年度は利益

相反が懸念される職員7名に対し、外部の利益相

反カウンセラーによるヒアリング等を実施した。 

 

３．組織的なリスク管理能力の向上 

(1) リスク管理の PDCA サイクル 

・各部署等におけるリスク管理活動プランの策定

及び自己評価の結果を基に、リスク管理におけ

る PDCA を実施した。 

・コンプライアンス推進本部が4研究センター及び

11研究部門のリスク管理責任者等とリスク管理

活動等に関する意見交換を行い、リスク管理に

対する意識や取り組み状況の把握に努めた。 

・コンプライアンス推進本部が各部署等との意見

交換によって得られた、リスク管理における取

り組み事例や教訓となる事例等を整理し、今後

のリスク管理活動への参考資料をイントラに掲

載するとともに、今後の組織のあり方を検討す

るための参考資料として研究ユニット活動総

括・提言委員会等に提供した。 

(2) 業務継続計画（BCP）の立案及び調整 

・BCP の実効性を確保し継続的改善を図るため、

優先業務担当部署と情報共有を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［コンプライアンス推進本部］ 

   本部長      （兼）一村 信吾 

   副本部長     （兼）福岡 徹 

   総括企画主幹      岡村 雄治 

 

［法務室］   室長（兼）岡村 雄治  

          総括主幹 小賀野 功 

［リスク管理室］室長   白井 智宏  

          総括主幹 北川 由紀子 

          総括主幹 稗田 一郎 

          総括主幹 大川 裕之 

--------------------------------------------------------------------------- 
法務室（Legal Office） 

 

概 要： 

 法務室は、(1)コンプライアンスの推進の基本方針

の企画及び立案並びに総合調整、(2)不服審査及び訴

訟に係る業務、(3)規程類の整備、(4)業務及び生活に

関する法律相談、(5)利益相反マネ－ジメントに係る

業務を行っている。 

リスク管理室（Risk Management Office） 

 

概 要： 

 リスク管理室は、(1)研究所全体のリスク管理のと

りまとめ及び組織横断的なリスクの管理・対策に係る

企画立案・総合調整、(2)研究所におけるリスクの定

量的な評価の実施、重大リスク（優先的に取り組むべ

きリスク）の掌握、(3)過去の教訓事例やリスク評価

の結果に立脚した重大リスクの低減策の策定、(4)事

故・事件等の危機に対応し、被害を最小限に留める対

策、(5)適切なコミュニケーション（情報提供・公表

等）による信頼の維持・確保に向けた各部門等との調

整、(6)リスク管理委員会の事務局に係る業務、(7)内

部通報制度に係る業務を行っている。 

 

３）イノベーション推進本部 
（Research and Innovation Promotion 

 Headquarters） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 
人 員：14名（14名） 
概 要： 

 イノベーション推進本部は、産学官連携、知的財産

の活用、国際標準の推進、ベンチャー創出・支援、国

際連携、イノベーション人材の育成などの業務を一体

化かつ密接に連携して実施する体制を敷き、これらの

イノベーション推進業務を一元的なマネージメントの

下、総合的かつ横断的に執行する。また、産学官が結

集する研究拠点（ハブ）を構築し、研究開発に加えて

評価や標準化を見据えた産総研の「人」と「場」を活

用する連携を推進している。 

 さらに、企業や大学などの外部機関とのインターフ

ェースとなって連携コーディネーションを担う「上席

イノベーションコーディネータ」、「イノベーションコ

ーディネータ」、それらを補佐する「連携主幹」を配

置し、本部、研究分野、研究ユニットが一体となって

外部との連携を推進する体制をとっている。 

 当本部はこの体制の下、産業技術に関する産業界や

社会からの多様なニーズを迅速かつ的確に捉え、有望

な技術シーズの発掘と育成、研究開発プロジェクトの

企画立案と推進・支援、さらには中小企業支援や新産

業の創出を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[イノベーション推進本部] 

本 部 長  瀬戸 政宏 

 

研究参与   田中 芳夫 
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       河野 満男 

       石川 正俊 

 

上席イノベーションコーディネータ 

上原 斎 

米田 晴幸 

近藤 道雄 

三木 啓司 

渡利 広司 

 

イノベーションコーディネータ 

綾 信博 

横地 俊弘 

元吉 文男 

古沢 清孝 

高井 一也 

黒澤 茂 

山中 忠衛 

山田 豊章 

小高 正人 

菅原 孝一 

清水 聖幸 

石川 純 

池田 喜一 

天神林 孝二 

渡辺 一寿 

内田 利弘 

樋口 哲也 

尾崎 浩一 

名川 吉信 

 

連携主幹 

伊達 正和 

吉田 晴男 

児玉 泰治 

小林 秀輝 

新間 陽一 

泉 和雄 

 

イノベーション推進企画部 

知的財産部 

産学官連携推進部 

国際部 

ベンチャー開発部 

国際標準推進部 

イノベーションスクール 

 

 

①【イノベーション推進企画部】 
（Planning Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：20名（12名） 

概 要： 
 イノベーション推進本部6部1スクール（イノベーシ

ョン推進企画部、知的財産部、産学官連携推進部、国

際部、ベンチャー開発部、国際標準推進部、イノベー

ションスクール）を総括し、イノベーションの創出及

び推進のための戦略策定、企画の立案、及びプロジェ

クト等の推進を行っている。 

 イノベーション推進企画部の当該年度における主な

活動は、次の通りである。 

・産総研の「看板」であるグリーン・テクノロジーと

ライフ・テクノロジーで、我が国産業をリードする

世界最高水準の研究開発成果の創出を目指す研究プ

ログラムとして「産総研 STAR 事業」を創設し、2

課題（約5億円）をスタートさせた。併せて、課題

解決型研究開発とオープンイノベーションハブ機能

の強化を推進することを目的とした「戦略予算事

業」を実施し、58課題（約25億円）を採択した。 

・本格研究ワークショップを全国7ヶ所で開催し、オ

ール産総研の技術シーズとそれらを活用した研究開

発事例の紹介を通じて、理事長をはじめとする経営

層・研究者と、地域の産業・行政との間で本格研究

の理念・方法論について共有化を進めた。 

・産総研が参画する23の技術研究組合により実施され

る延べ27の大型外部資金プロジェクトを推進すると

ともに、技術研究組合に関する運用方針の取り決め、

事務手続きフロー整備等の総合調整を行った。 

・産総研の研究施設等を民間企業等が使用し、研究成

果物等を社会に普及する為に次の3事業を実施した。 

ⅰ「完全密閉型遺伝子組換え植物工場」を利用した遺

伝子組換えイヌインターフェロンα発現イチゴの生

産・調整及びそれを原料とする動物用医薬品の製造。 

ⅱ「イオン注入装置」を使用した単結晶ダイヤモンド

の供給。 

ⅲ「スーパーグロース法 CNT 合成実証プラント」を

使用したスーパーグロース法による単層 CNT 試験

サンプルの配布。 

・「産総研オープンラボ2013」（来場者のべ5,179名）

の開催に係る総合調整を行い、産総研の研究リソー

スや技術シーズの公開等、外部機関との連携促進の

ための支援を行った。 

・「産総研研究戦略」において、イノベーション推進

戦略に関わる部分（第二部）を改訂した。 

・日本経済新聞社との協働事業「日本を元気にする産

業技術会議」にて、シンポジウム等を8回開催し、

ダイバーシティや食産業、国際標準化など、分野横
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断的テーマを議論した。 

・個々の研究開発（実施テーマ）とその従事研究者、

資金、研究業績などの関連情報を登録・収集する研

究テーマデータベースを用いて、研究ユニットにユ

ニット評価のデータ提供を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 
［イノベーション推進企画部］ 

部 長    濱川 聡 
審議役    菊地 正寛 
       重倉 光彦 
総括企画主幹 児玉 昌也 
       三宅 正人 
       神徳 徹雄 
       美野輪 智朗 

 
[戦略事業推進室] 室長(兼) 児玉 昌也 
         総括主幹 古田 清史 
         総括主幹 濱崎 陽一 
 
[地域戦略室]   室長(兼) 重倉 光彦 
         総括主幹 佐脇 政孝 
         総括主幹 小川 博文 

--------------------------------------------------------------------------- 
戦略事業推進室 
（Strategic Research Promotion Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 イノベーションの創出及び推進に係る企画・立案及

び総合調整、並びにイノベーションの創出のための戦

略策定及びプロジェクトの推進に関する業務を行って

いる。 

 
地域戦略室 
（Regional Research Promotion Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 地域の産学官連携戦略の策定及び地域センターの産

学官連携活動の支援等を行っている。 

 

②【知的財産部】 
（Intellectual Property Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：25名（6名） 

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及させることにより、

経済及び産業の発展に貢献していくことは、産総研の

大きな使命である。このため、知的財産部においては、

研究成果が技術移転につながるよう知的財産権を戦略

的に取得し、適切に維持・管理すると共に、産総研所

有の知的財産を広く一般に紹介し、技術移転マネージ

ャーが中心となり、イノベーションコーディネータ等

とも協力し、技術移転を強力に推進している。 

 また、職員に対して研修や説明会を開催することに

より、研究開発等において創製される発明等について、

知的財産権を強く意識するよう促すとともに、内部弁

理士（パテントリエゾン）、技術移転マネージャー並

びにイノベーションコーディネータと連携し、産総研

内外の知的財産に関する各種ニーズに対応している。

さらに、ベンチャー開発部と連携し、産総研発ベンチ

ャーへの知的財産に関する支援も行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[知的財産部] 

   部  長   神山 茂樹 

   次  長   高井 一也 

   審 議 役    菅生 繁男 

   [知的財産企画室] 室  長  加藤 幹 

   [技術移転室]    室長（兼） 高井 一也 

   [知的財産管理室] 室  長  吉原 公一 

-------------------------------------------------------------------------- 
知的財産企画室 

（Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研の知的財産に関する企画及び立案並びに総合

調整を行うとともに、知的財産に係る各種業務を行う

ことで、産総研職員の知財マインドの向上及び産総研

研究成果の技術移転を推進している。 

 具体的には、発明者補償金に関する業務、知的財産

に関する研修企画業務、共同研究契約や技術研究組合

の知財関連規程等に関する支援業務等、知的財産に関

する業務を幅広く行っている。 

 

技術移転室（Technology Licensing Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及するため、保有する

知的財産のライセンス等の技術移転を推進している。 

 具体的には、研究成果の産業化に向けた技術移転

戦略の構築、産業界における技術ニーズおよび事業化

戦略の動向等に関する情報の収集、秘密保持契約等の

交渉及び締結事務、マーケティング活動、ライセンス

交渉および契約締結、ライセンス収入の徴収・管理、

産総研技術移転ベンチャーへの知的財産に関する支援

等に関する業務を行っている。 

 



事業組織・本部組織業務 

(938) 

知的財産管理室 

（Intellectual Property Administration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研の研究成果を戦略的かつ効率的に知的財産権

化するため、パテントリエゾンや連携企業等と協力し、

研究ユニットで創製した発明等を速やかに国内外特許

庁に対し出願するとともに、適切な知的財産の保護と

権利満了までの管理業務を行っている。 

 出願時には、研究者、イノベーションコーディネー

タ、パテントリエゾン並びに技術移転マネージャーと

連携し、速やかな特許相談対応、明細書等の作成及び

出願等手続を行っている。 

また、特許権等の維持管理にあたっては、「産総研

知的財産ポリシー」を踏まえ、権利維持の要否を判断

するための特許出願プレビューや特許審査委員会の事

務局業務を行っている。 

 

 

産総研平成25年度特許関連統計 

国内特許 
出願件数       740件 

登録件数       837件 

国外特許 
出願件数        245件 

登録件数        226件 

実施 
（国内＋国外） 

実施契約件数 890件 

技術移転収入 265百万円 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(939) 

平成 25 年度ユニット別出願件数（届出時のユニット名）      （2014/3/31現在） 

研究ユニット 
25 年度国内出願件数 25 年度外国出願件数 

25 年度外国基礎出願件

数 

単 共 計 単 共 計 単 共 計 

触媒化学融合研究センター 8 11 19 2  2 2  2 

再生可能エネルギー研究センター  1 1   0   0 

新燃料自動車技術研究センター 4 5 9 1  1 1  1 

メタンハイドレート研究センター 2  2   0   0 

コンパクト化学システム研究センター 5 9 14 1 2 3 1 1 2 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 12 33 45 2 6 8 2 5 7 

太陽光発電工学研究センター 9 6 15 2 7 9 2 2 4 

バイオマスリファイナリー研究センター 6 5 11 1 2 3 1 2 3 

ユビキタスエネルギー研究部門 20 33 53 4 7 11 4 6 10 

環境管理技術研究部門 13 14 27 2  2 2  2 

環境化学技術研究部門 8 14 22 3 1 4 3 1 4 

エネルギー技術研究部門 24 23 47 8 1 9 6 1 7 

安全科学研究部門 1 9 10  2 2  2 2 

糖鎖医工学研究センター   0 2 2 4 2 2 4 

創薬分子プロファイリング研究センター 1 1 2  1 1  1 1 

幹細胞工学研究センター 4 4 8 1 3 4 1 3 4 

バイオメディカル研究部門 18 15 33 4 5 9 4 5 9 

健康工学研究部門 23 9 32 1 4 5 1 4 5 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 8 3 11 5  5 5  5 

生物プロセス研究部門 8 11 19 1 2 3 1 2 3 

サービス工学研究センター 3 1 4 1 1 2 1 1 2 

ネットワークフォトニクス研究センター 6 2 8   0   0 

ナノスピントロニクス研究センター 1  1 1  1 1  1 

デジタルヒューマン工学研究センター 2  2   0   0 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 8 6 14 4 2 6 3 1 4 

知能システム研究部門 8 3 11 1 2 3 1 2 3 

情報技術研究部門 3  3 2 5 7 2 2 4 

電子光技術研究部門 10 7 17 5 4 9 4 3 7 

ナノエレクトロニクス研究部門 55 28 83 63 23 86 36 14 50 

セキュアシステム研究部門 2 2 4 2  2 2  2 

ナノチューブ応用研究センター 15 2 17 2  2 2  2 

集積マイクロシステム研究センター 13 7 20 4 5 9 2 3 5 

先進製造プロセス研究部門 23 36 59 4 2 6 3 1 4 

サステナブルマテリアル研究部門 8 12 20 2 1 3 2 1 3 

ナノシステム研究部門 21 20 41 8 5 13 8 5 13 

生産計測技術研究センター 11 9 20 3 3 6 3 3 6 

計測標準研究部門 12 10 22 2 1 3 2 1 3 

計測フロンティア研究部門 3 5 8 1  1 1  1 

地圏資源環境研究部門  5 5   0   0 

地質情報研究部門   0 1  1 1  1 

地質標本館 1  1   0   0 

合計 379 361 740 146 99 245 112 74 186 

※外国基礎出願件数：外国出願を行う基礎となった国内出願の件数。 
 
 
 



事業組織・本部組織業務 

(940) 

平成 25 年度研究分野別登録件数（届出時の研究分野） 
 

（2014/3/31現在） 

           登録件数   

研究分野 

国内 外国 

単願 共願 合計 単願 共願 合計 

環境・エネルギー分野 180 149 329 24 57 81 

ライフサイエンス分野 70 49 119 17 19 36 

情報通信・エレクトロニクス分野 79 51 130 24 13 37 

ナノテクノロジー・材料・製造分野 125 76 201 28 27 55 

標準・計測分野 31 20 51 8 8 16 

地質分野 6 1 7 1 0 1 

合計 491 346 837 102 124 226 

 
③【産学官連携推進部】 
（Collaboration Promotion Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：45名（7名） 

概 要： 

 産業界、大学、公的研究機関、自治体等との連携の

構築を通して、第三期中期計画における取組の大きな

柱と位置付けている「21世紀型課題の解決」と「オー

プンイノベーションハブ機能の強化」に貢献すること

を目的とした活動を行っている。具体的には、産学官

が一体となって研究開発や実用化等を推進するために、

共同研究や受託研究の受入等を含めた各種産学官連携

制度の企画・立案及びそれらの制度の効率的かつ着実

な運用、地域技術施策の立案・調整、技術相談窓口、

関東甲信越静地域における産業支援機関・団体等との

連携ネットワークの構築、中堅・中小企業等への技術

移転の推進等に関する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[産学官連携推進部] 

   部   長 清水 聖幸 

   次  長 鈴木 光男 

 [連携企画室]       室長   宮本 健一 

 [産学・地域連携室]    室長   尾崎 浩一 

              総括主幹 後藤 浩平 

 [関東産学官連携推進室]   室長     黒澤 茂 

               総括主幹 松本 成司 

 [プロジェクト支援室]   室長   小林 良三 

 [共同研究支援室]     室長   三田 芳弘 

 [検査管理室]       室長   小林 富夫 

--------------------------------------------------------------------------- 
連携企画室 

（Collaboration Promotion Division Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産学官連携活動全般について企画・立案を行うとと

もに、産学官連携推進部全体の業務を円滑に推進させ

るための総合調整を行っている。さらに、外部機関と

の連携協定の締結に関すること、連携大学院協定の締

結と運用に関すること、産総研コンソーシアムの設立

手続に関すること等の業務を行っている。 

 

産学・地域連携室 

（Collaboration Promotion Division Corporate, 
  Academic and Regional Collaboration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

地域技術施策の立案・調整業務、中小企業との共

同研究の推進、技術相談窓口業務、産業技術連携推

進会議事務局として産総研と公設試験研究機関との

ネットワークの構築・強化に係る業務等を実施して

いる。 

産業技術連携推進会議事務局業務では、産総研と

公設試験研究機関によるプロジェクト共同提案へ向

けた取組として「研究連携支援事業」や、研究会と

して持ち回り計測や依頼試験等の計測値に関する公

設試間連携のための「技術向上支援事業」を行って

いる。 

 さらに、地域・中小企業ニーズを取り込み、産総研

の技術を活用し製品化を目指して、公設試験研究機

関・中小企業と共同で研究開発を実施する「地域産業

活性化支援事業」を行っている。 

 中小企業と共同研究を推進するための事業として、

研究開発規模が数千万円から億円レベルでプロジェク

ト化が必要な共同研究の提案を支援する「中小企業共

同研究スタートアップ事業」を実施している。 

 また、産総研の技術シーズを基に高性能な製品を開

発し海外展開を図る中小企業に対し、その製品性能を

評価する手法を確立して製品及び評価手法を海外に向

けて発信することにより、中小企業のグローバル展開

を支援する「中小企業グローバルトップ性能製品の評

価手法の開発」事業を実施している。 

 

関東産学官連携推進室 

（Collaboration Promotion Division Kanto 
  Collaboration Office） 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(941) 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 関東甲信越静地域における、産業支援機関・団体等

との連携ネットワークの構築・強化を行うとともに、

域内の技術開発力を持つ中堅・中小企業等を発掘・育

成し、技術開発支援を行うことにより、共同研究等の

技術移転を促進している。また、産学官連携共同研究

施設(つくば)の運営に関する業務を行っている。 

 

プロジェクト支援室 

（Collaboration Promotion Division National Project 
Support Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

産総研における研究成果の普及、技術移転等を図

るための受託研究及び請負研究並びに産総研から他

機関への委託研究に係る契約事務等の業務を行うと

ともに、受託研究及び研究助成金等外部からの研究

資金受入のための支援業務を行っている。 

 

共同研究支援室 

（Collaboration Promotion Division Collaborative 
  Research Support Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研における外部機関との連携、技術移転等を図

るための共同研究に係る業務を行っている。 

また、産総研の「人」と「場」を活用した産学官連

携活動を推進するため、技術研究組合からの研究員等

の受入に関する覚書締結及び技術研究組合事業に参加

する職員に関する協定書締結等の支援業務を行ってい

る。 

 

検査管理室 

（Collaboration Promotion Division Inspection and 
  Administration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 受託研究等外部研究資金について、その適正な執行

を確保するため、職員説明会の開催、自主点検等の実

施を通じ、職員に対するコンプライアンスの向上に努

めている。また、組織内外からの外部研究資金に係る

相談窓口の設置及び不正使用等に係る通報窓口を設置

している。



事業組織・本部組織業務 

(942) 

１．産学官連携推進部の組織 
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産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(943) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１）共同研究 

 企業、大学や公設研究所などと産総研が、共通のテーマについて対等な立場で共同して研究を行う制度である。 

 

共同研究ユニット別件数一覧 平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31 14  3  7  2  1  27  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31 3  1  12  1   17  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31 4  4  1  2  1  12  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 21  6  15  23  4  69  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 15  4  4  1   24  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 1  1  7  2   11  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31 6  1    4  11  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 2   2    4  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 25  3  11  5   44  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 8  3  12  2   25  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 1   5    6  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 2  5  17  14  3  41  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 11  3  31  16  1  62  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 8  3  47  8   66  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 6  2  13  10   31  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 26  7  89  21  10  153  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 5  2  20  10   37  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 8  1  14  2  4  29  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～ 29  23  22  10   84  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～   11  2   13  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～ 5   23  11   39  

小計  200  72  363  142  28  805  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 33  28  53  52  30  196  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 11  7  18  13  5  54  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 28  15  33  21  4  101  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 37  15  24  18  2  96  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 30  8  59  22   119  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 41  10  67  41  6  165  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 30  10  41  49  12  142  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 9  9  2  1  3  24  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 29  12  37  24  11  113  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 5  2  15  2  2  26  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 46  11  35  13   105  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 6  4  17  12   39  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 8  8  18  6   40  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 65  10  29  21  8  133  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 48  24  25  23  5  125  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 54  10  27  27  2  120  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 41  7  36  21  5  110  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 44  8  58  31  1  142  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 40  7  39  28  3  117  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 38  5  21  23  2  89  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 10  1  18  13  3  45  

小計  653  211  672  461  104  2,101  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他    2   4  6  

計 853  283  1,037  603  136  2,912  

※国内案件のみ 

 



事業組織・本部組織業務 

(944) 

２）委託研究 

 産総研で研究するより、産総研以外の者（大学、企業等）に委託した方が、研究の効率性や経済性が期待出来る場

合に、産総研以外の者に委託する制度である。 

 

委託研究ユニット別件数一覧 平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31 1        1  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31 1        1  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31       0  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～         0  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～        0  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～        0  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31 1        1  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 10  2  3  3    18  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 1        1  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～         0  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～        0  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 1       1  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～         0  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 3    1     4  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～     1     1  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 1        1  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～        0  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 1        1  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～ 2  1   2    5  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～ 4        4  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～     1     1  

小計  26  3  6  5    40  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 2    2     4  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 4  1   1  2  8  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 3  1   2    6  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～     1     1  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～         0  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～         0  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～         0  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 8  1    1  10  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 4       4  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～         0  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 2        2  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 1  1      2  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 4     3  1  8  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～         0  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 4  1      5  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～         0  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 2        2  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 1  1  1  1    4  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 6  3      9  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 2    1     3  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～         0  

小計  43 9  5  7  4  68  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他  9  1      10  

計 78  13  11  12  4  118  

 

※国内案件のみ 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(945) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３）受託研究 

 企業、法人など他機関から産総研に研究を委託する制度である。その成果は委託元で活用できる。委託元の研究者

を外来研究員として受け入れることも可能である。 

 

受託研究ユニット別件数一覧 平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31 2  3    1  6  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31   3  8   3  14  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31   7     7  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～   12  1  4    17  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～   2      2  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～         0  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31 1  1   1  3  6  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～       2  2  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 2  2   1  1  6  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～   5  1   1  7  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～   4  1     5  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～   4      4  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～   10  2  2  1  15  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～   1  1     2  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 2  9  1  1  3  16  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～   9  6   2  17  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～   5  1  1    7  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 3  6    4  13  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～   3    2  5  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～   2  1   1  4  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～   3   1  3  7  

小計  10  91  23  11  27  162  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 1  15  13  7  5  41  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 1  6  5  4  6  22  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～   10    1  3  14  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～   7  3  3  2  15  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 3  21  2  1  2  29  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 1  26  1  4  2  34  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～   9        9  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 2  7    1  4  14  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 4  13  2  5  5  29  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 1  7  2    2  12  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 4  24  11  4  13  56  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～   7        7  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 2  2    4  10  18  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  11  2      14  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～   10  1  4  2  17  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  13  1  5  3  23  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  6  3  1  2  13  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 2  12    3  7  24  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 3  12  1  6  2  24  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～   11    5    16  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～   5  2  2  2  11  

小計  27  234  49  60  72  442  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他    4      5  9  

計 37  329  72  71  104  613  

※国内案件のみ 

 



事業組織・本部組織業務 

(946) 

４）請負研究 

 受託研究によることができない研究を他機関からの依頼に応じて産総研が行うものであり、その経費は依頼者に負

担していただく。 

 

請負研究ユニット別件数一覧 平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31         0  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31     1     1  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31         0  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～         0  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～         0  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～         0  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31   1      1  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～         0  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～         0  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～       1  1  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～         0  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～        0  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～         0  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～         0  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～     1  2    3  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～     1     1  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～         0  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～     2     2  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～ 2    3     5  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～         0  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～     1     1  

小計  2  1  9  2  1  15  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～     2    
 

2  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～     1  1    2  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～           0  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～           0  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～     4      4  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～     1      1  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～           0  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～           0  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～       1    1  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～           0  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～   2  1  1    4  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～           0  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～         3  3  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～           0  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～           0  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～           0  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～     1  1    2  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～           0  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～           0  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～           0  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～           0  

小計  0  2  10  4  3  19  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他      1      1  

計 2  3  20  6  4  35  

※国内案件のみ 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(947) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

５）技術研修 

 外部機関等の研究者、技術者を産総研が受け入れ、産総研の技術ポテンシャルを基に研修を行う制度である。 

 

技術研修ユニット別人数一覧 平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31 5  
 

      5  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31 9          9  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31 14    3      17  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 13        
 

13  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 3  4        7  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 3          3  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31 5        7  12  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 15  3    5  10  33  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 24      1    25  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 31          31  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 3          3  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 29      2  2  33  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 14    2      16  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 5          5  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 15          15  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 20    1  2    23  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 9    3  4  1  17  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 3          3  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～ 1    11      12  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～ 6      1    7  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～ 1          1  

小計  228  7  20  15  20  290  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 17  11  6  9  1  44  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 11    3  2  1  17  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 22    1  1    24  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 38  3  20  7  4  72  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 55    9  2    66  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 46    3  2  3  54  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 6        6  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 13      1  14  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 36   3   1  40  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 10    1     11  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 57    3  2  1  63  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 20        20  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 17    7  3  1  28  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 75    2    77  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 55     3  5  63  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 73  5  11  1  1  91  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 38  2      40  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 33  2  11  1    47  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 50  16  49  21  2  138  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 54  4  2  1    61  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～         0  

小計  726  43  129  57  21  976  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他  39  1  14  11  3  68  

計 993  51  163  83  44  1,334  
※国内案件のみ 
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６）外来研究員 

 外部機関等の研究者等が産総研において研究を行う際に研究員として受け入れる制度である。 

 

外来研究員ユニット別人数一覧 平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31 1        1  2  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31 3  10  2  2  5  22  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31 12  2  1  1  1  17  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 5    8  3  5  21  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～             

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 2      2  2  6  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31 21  11      6  38  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 6    11      17  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 4      1  4  9  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 8  1  1  2  3  15  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 4    6      10  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 5      3  2  10  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 11      1    12  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 5    10  1  9  25  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 12  1    1  1  15  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 5    1  1  8  15  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 8  3  3  1  6  21  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～   2        2  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～ 3  6  2  2  1  14  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～   2  3      5  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～ 1    1    2  4  

小計  116  38  49  21  56  280  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 5  1      12  18  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 11  2  4    12  29  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 14  2  1  1  15  33  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 1  1    1  4  7  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 12      1  10  23  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 18  1    2  17  38  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 3  2    1  4  10  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 49  8  6  3  25  91  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 13  4    2  17  36  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 4  1  1    5  11  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 48  10  4  10  18  90  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 7  1        8  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 9  7      8  24  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 42  4  2  3  22  73  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 7  5  2  3  9  26  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 11  7  1  6  10  35  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 51  13    3  15  82  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 16  5    7  7  35  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 9  3  7  4  27  50  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 10  5  1  6  10  32  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 6      1  1  8  

小計  346  82  29  54  248  759  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他  2  2    1  31  36  

計 464  122  78  76  335  1,075  

※国内案件のみ 
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７）連携大学院 

 大学と産総研が協定を結び、産総研研究者が大学から連携大学院教官の発令を受け、大学院生を技術研修生として

受け入れ、研究指導等を行う。この制度による大学院生には被指導者であると同時に研究協力者としての側面があり、

産総研にとっても研究促進を図ることができる。 

（参考：大学院設置基準「第13条第2項 大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は研究所等に

おいて必要な研究指導を受ける事を認めることができる。(後略)」） 

 

○連携大学院派遣教員ユニット別人数一覧                           平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止年月日 

派遣教員数 

国公立大学 私立大学 
計 

教授 准教授 教授 准教授 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31 1  2    3  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31  1    1  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31 2  5  2  4  13  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 8  3    11  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 4  1    5  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～   1   1  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31 1  1    2  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～     0  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  1    2  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 1  1  1  1  4  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 1   1  1  3  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～     0  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 2  1  6   9  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 3   2   5  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 3  2    5  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 7  3  3  1  14  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 1   1   2  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～  1    1  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～ 2  1  1   4  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～ 1   1   2  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～     0  

小計  38  23  19  7  87  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 1  1  2  2  6  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 5  2      7  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 7  6  2  1  16  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 1  1  2    4  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 4  3  5  1  13  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 7  2  11    20  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 2    2    4  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 2  1      3  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 3  2  4    9  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 5  2  2    9  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 10  4  6  1  21  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 4  3  2  2  11  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 1  1  1    3  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 6  3  4  5  18  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 13  4  1    18  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 10  8  4  2  24  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 8  2  3  1  14  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 6    4    10  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 1    5    6  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～     7  1  8  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～   1      1  

小計  96  46  67  16  225  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他   14  2  5  1  22  

計 148  71  91  24  334  

（注）教授、准教授以外の役職で登録されている場合は准教授とする 
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○連携大学院派遣教員一覧                                                                 平成26年3月31日現在 

No. 地域 
国公私立 

の別 
大学名 学科名 

派遣教員数 

教授 准教授 計 
1 北海道 国立 北海道大学 生命科学院 3 3 6 

        総合化学院 2   2 

        農学院 3 2 5 

2 東北 国立 東北大学 環境科学研究科 1   1 

        理学研究科 3 4 7 

3 東北 国立 福島大学 システム理工学研究科 12 3 15 

        理工学研究科 1   1 

4 関東 国立 茨城大学 理工学研究科 2   2 

5 関東 国立 筑波大学 システム情報工学研究科 15 6 21 

        人間総合科学研究科 5 4 9 

        数理物質科学研究科 12 4 16 

        生命環境科学研究科 5 5 10 

        知的コミュニティ基盤研究センター   1 1 

6 関東 国立 宇都宮大学 工学研究科 2   2 

7 関東 国立 群馬大学 理工学府 2 1 3 

8 関東 国立 埼玉大学 理工学研究科 8 2 10 

9 関東 国立 千葉大学 工学研究科 2   2 

        理学研究科 1   1 

10 関東 国立 東京大学 新領域創成科学研究科 4 5 9 

11 関東 国立 東京工業大学 総合理工学研究科 3 1 4 

        理工学研究科 7   7 

12 関東 国立 電気通信大学 情報理工学研究科 1   1 

13 関東 国立 東京農工大学 工学研究科 4   4 

14 関東 国立 お茶の水女子大学 人間文化創成科学研究科 1 1 2 

15 関東 国立 横浜国立大学 環境情報研究院   1 1 

16 関東 国立 長岡技術科学大学 工学研究科 2 2 4 

17 関東 国立 信州大学 総合工学研究科 2   2 

18 関東 公立 首都大学東京 理工学研究科 5 2 7 

19 関東 公立 横浜市立大学 生命医科学研究科 1 1 2 

20 中部 国立 金沢大学 自然科学研究科 1 1 2 

21 中部 国立 北陸先端科学技術大学院大学 マテリアルサイエンス研究科 4 2 6 

        情報科学研究科   3 3 

        知識科学研究科 1 2 3 

22 中部 国立 岐阜大学 工学研究科 3   3 

    国立   連合創薬医療情報研究科 1 1 2 

    国立   連合農学研究科 2   2 

23 中部 国立 名古屋工業大学 工学研究科 1 1 2 

24 関西 国立 福井大学 工学研究科 1   1 

25 関西 国立 京都工芸繊維大学 工芸科学研究科   1 1 

26 関西 国立 大阪大学 理学研究科 2 1 3 

27 関西 国立 神戸大学 工学研究科 3 3 6 

    国立   人間発達環境学研究科 1 1 2 

28 関西 国立 奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 3 1 4 

29 中国 国立 広島大学 工学研究科 2 1 3 

        生物圏科学研究科 1   1 

30 四国 国立 香川大学 農学研究科 3 1 4 

31 九州 国立 九州大学 総合理工学府 2 1 3 

32 九州 公立 九州工業大学 生命体工学研究科 1   1 

33 九州 国立 佐賀大学 工学系研究科 4 2 6 

34 九州 国立 熊本大学 自然科学研究科 1   1 

35 九州 国立 鹿児島大学 理工学研究科 2 1 3 

        国公立大学小計 148 71 219 

36 東北 私立 東北学院大学 工学研究科 5   5 

37 関東 私立 東邦大学 理学研究科 5 3 8 

38 関東 私立 千葉工業大学 工学研究科 2   2 

39 関東 私立 東京理科大学 基礎工学研究科 3 3 6 

        理学研究科 3   3 

        理工学研究科 18 4 22 

40 関東 私立 東京電機大学 先端科学技術研究科・工学研究科 3   3 

41 関東 私立 芝浦工業大学 理工学研究科 2   2 

42 関東 私立 日本大学 工学研究科 3   3 

43 関東 私立 上智大学 理工学研究科 1  1 

44 関東 私立 立教大学 理学研究科 4  4 

45 関東 私立 青山学院大学 理工学研究科 1 2 3 

46 関東 私立 早稲田大学 理工学術院 2 5 7 

47 関東 私立 東京都市大学 工学研究科 1 1 2 

48 関東 私立 明治大学 理工学研究科 4   4 

49 関東 私立 神奈川工科大学 工学研究科 9   9 

50 中部 私立 金沢工業大学 工学研究科 9   9 
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No. 地域 
国公私立 

の別 
大学名 学科名 派遣教員数 No. 地域 

51 中部 私立 大同大学 工学研究科 1   1 

52 中部 私立 名城大学 理工学研究科 1   1 

53 中部 私立 中部大学 工学研究科 1   1 

54 中部 私立 愛知工業大学 工学研究科 2   2 

55 関西 私立 関西大学 理工学研究科 7 4 11 

56 関西 私立 関西学院大学 理工学研究科 4 2 6 

        私立大学小計 91 24 115 

        合計 239 95 334 

（注）教授、准教授以外の役職で登録されている場合は准教授とする 
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８）技術相談 

 産業技術総合研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、民間企業、公設試験研究機関等からの技術相談を受

ける。 

1) 平成25年度「技術相談届け出システム」に入力された件数： 4,899件  （内 GSJ 708件） 

2) 拠点件数 

拠点名 相談件数 

北海道センター 176 

東北センター 100 

つくばセンター 3,215 

東京本部 10 

臨海副都心センター 165 

中部センター 644 

関西センター 292 

中国センター 153 

四国センター 222 

九州センター 187 

福島再生可能エネルギー研究所 8 

上記の合計 5,172 

相談件数 4,899 

一相談で複数拠点にまたがる案件は、複数カウントされるため正味の相談件数より大きくなっている。 

 

 

3) 相談者の分類 

相談者の分類 全体件数 全体％ GSJ以外 GSJ以外 GSJ GSJ 

大企業 1,563 31.9% 1,504 35.9% 59 8.3% 

中小企業 2,078 42.4% 1,956 46.7% 122 17.2% 

教育機関 263 5.4% 206 4.9% 57 8.1% 

公的機関 426 8.7% 337 8.0% 89 12.6% 

放送出版マスコミ 97 2.0% 21 0.5% 76 10.7% 

個人 373 7.6% 75 1.8% 298 42.1% 

その他 99 2.0% 92 2.2% 7 1.0% 

合 計 4,899 100.0% 4,191 100.0% 708 100.0% 

 

 

 4)分野別問い合わせ件数 

環境・エネルギー 826 

ライフサイエンス 386 

情報通信・エレクトロニクス 435 

ナノテクノロジー・材料・製造 1,783 

計測・計量標準 555 

地質 708 

その他 206 

合計 4,899 
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９）依頼出張・受託出張 

 外部機関からの要請により、研究打ち合わせ、調査、講演等のために、職員が出張する制度である。 

 

依頼・受託出張ユニット別人数一覧 平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31 1  4    1  6  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31   3      3  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31 2  3      5  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 3  1    1  5  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 5    1   1  7  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 1        1  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31 22  6    10  38  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～  1      1  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 4  1    1  6  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 1        1  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～         0  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～         0  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 1  2    1  4  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～       1  1  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～         0  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 7  1    2  10  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～       1  1  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 1      3  4  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～ 41  1      42  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～ 2  1    1  4  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～   1    7  8  

小計  91  25  1    0 30  147  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 13  9  1  2  12  37  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 5  6   3  2  16  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 16  11    6  33  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 6  1      7  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 4  2  1   10  17  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 1  7    2  10  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 1  5    5  11  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 27  24  1  7  18  77  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 9  18    4  31  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～         0  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 12  4    3  19  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 1  2   2    5  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 5  8  1   2  16  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 9  10   1  2  22  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  3  1     5  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  1  1   6  9  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 20  7  1  1  3  32  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 30  5    1  36  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 6  2      8  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 11        11  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 4  1  1     6  

小計  182  126  8  16  76  408  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他  4  10  1  1  42  58  

計 277  161  10  17  148  613  

※国内案件のみ 
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10）委員の委嘱 

 産総研の職員が外部の委員等に就任し、必要とされる情報、アドバイス等の提供を行う。 

 

委員の委嘱ユニット別人数一覧 平成26年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～2014.03.31 4  1      2  7  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～2014.03.31 2  31      4  37  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～2014.03.31 7  4      4  15  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 
 

15      7  22  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～   8      2  10  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 2  4  1      7  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～2014.03.31 12  41      41  94  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～   3        3  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 2  7    1  4  14  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 3  22    1  10  36  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 2  2        4  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 8  22  1    3  34  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～   9        9  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～   9  1    1  11  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 1  7      2  10  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 3  22  1    16  42  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～   11      1  12  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～   3      1  4  

創薬分子プロファイリング研究センター ライフサイエンス 2013.04.01～ 8  2      1  11  

触媒化学融合研究センター 環境・エネルギー 2013.04.01～ 1  10    1  2  14  

再生可能エネルギー研究センター 環境・エネルギー 2013.10.01～   11      3  14  

小計  55  244  4  3  104  410  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 2  484  4   84  574  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～   76  2  2  84  164  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 5  85  3  1  31  125  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 4  43  2   22  71  

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 14  90  1  1  40  146  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 5  112  1  1  20  139  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 5  50  1   11  67  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 11  59   2  113  185  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 6  48    32  86  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 1  43    18  62  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 11  125  6  5  29  176  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 6  67  1  3  10  87  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 6  39  6  2  39  92  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 17  22   4  15  58  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 7  11  1  1  13  33  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 11  25  1  1  18  56  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 15  122  1  4  32  174  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 9  62  2  1  14  88  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 5  65  1  4  15  90  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 9  33  1   5  48  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 15  62    10  87  

小計  164  1,723  34  32  655  2,608  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他  19  231  8  3  228  489  

計 238  2,198  46  38  987  3,507  

※国内案件のみ 
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11）産業技術連携推進会議 

 93の公設試験研究機関（支所を含む）並びに産総研との協力体制を強化し、これらの機関が持つ技術開発力及び技

術指導力をできる限り有効に発現させることにより、機関相互の試験研究を効果的に推進して、産業技術の向上を図

り、我が国の産業の発展に貢献するために、産業技術連携推進会議を設置し運営している。 

 平成19年度4月には本会議の組織改正を図り、技術分野を6部会に再編するとともに、新たに地域部会（事務局：地

域産学官連携センター）を設置し産業技術関連情報の相互提供、戦略の検討、活動状況及び活動成果の情報発信等を

行っている。 

 また、経済産業局ブロックごとに設置されている地域産業技術連携推進会議とも協力して地域関連施策の連携強化

を図っている。 

 

産業技術連携推進会議開催実績              平成26年3月31日現在 

部会等名称 開催回数 

総 会 1  

企画調整委員会 1 

技 

術 

部 

会 

ライフサイエンス部会 6  

情報通信・エレクトロニクス部会 6 

ナノテクノロジー・材料部会 34  

製造プロセス部会 20 

環境・エネルギー部会 8  

知的基盤部会 15  

地 

域 

部 

会 

北海道地域部会 10  

東北地域部会 22 

関東甲信越静地域部会 12 

東海・北陸地域部会 31 

近畿地域部会 33 

中国地域部会 20 

四国地域部会 19 

九州・沖縄地域部会 24 

地 

域 

産 

技 

連 

北海道地域産業技術連携推進会議 0 

東北地域産業技術連携推進会議 1 

関東甲信越静地域産業技術連携推進会議 1 

東海北陸地域産業技術連携推進会議 1 

近畿地域産業技術連携推進会議 3 

中国地域産業技術連携推進会議 2 

四国地域産業技術連携推進会議 2 

九州・沖縄地域産業技術連携推進会議 2 

合  計 274 

※技術部会・地域部会の開催回数には傘下の分科会・研究会の開催回数を含む。 

 

④【国際部】 
（International Affairs Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：18名（8名） 

概 要： 

１）先進国の研究機関との互いの強みを生かした研究

協力や、アジア・BRICs 諸国の研究機関との現地

資源を生かした研究協力の推進を支援。 

２）国際連携の強化に向けて、海外の主要研究機関等

と研究協力覚書等を締結。研究者の派遣・招へいな

ど、人材交流を推進。12ヶ国から16の研究機関長が

参加した、第2回世界研究機関長会議を開催するな

ど、トップレベルの交流を促進。 

３）産総研の海外ネットワークを活用し、日本企業の

海外展開を支援。在インドネシア日系企業等を対象

に、産総研イノベーション・ワークショップ in イ

ンドネシアを開催し、再生可能エネルギーに関する

研究成果や共同研究の事例を紹介。 

４）政策的要請に基づき、政府ミッションに貢献。ブ

ラジルや南アフリカにおける資源探査を支援し、資

源外交に貢献。経済産業省委託事業として、米国エ

ネルギー省傘下の11の国立研究所や欧州研究機関等

と、環境・エネルギー分野を中心に30テーマの研究

協力を展開。 

５）海外への技術の提供ならびに貨物の輸出に関し、
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法令遵守の徹底を図るための取り組みを継続。海外

での危機管理については、海外での危機発生時に現

地出張等している研究者に対して情報提供を実施し、

リスク回避に貢献。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［国際部］  

     部  長      宮崎 芳徳 

     審 議 役      二タ村 森 

     審 議 役      坂西 欣也 

     審 議 役      鹿野 郁夫 

総括主幹      橋本 佳三 

総括主幹      Oleg Ryabov 
総括主幹      劉 彦勇 

 

   ［国際連携企画室］ 

    室  長      丹波 純 

総括主幹      村井 保夫 

総括主幹      森本 慎一郎 

 

   ［安全保障貿易管理室］ 

     室  長    （兼）鹿野 郁夫 

 

--------------------------------------------------------------------------- 

国際連携企画室 

（Global Collaboration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 海外の主要研究機関等と良好な研究ネットワークを

構築し、国際研究協力や人材交流を推進。 

１）研究協力覚書等の締結により、組織的連携を推進。 

２）産総研フェローシップ事業や、研究者の派遣・招

へい制度により、国際的な人材交流を支援。 

３）産総研に来訪する海外要人の視察対応や、産総研

幹部の海外研究機関への往訪など、トップ外交を推

進。 

４）海外研究機関とのワークショップ企画等を通して、

産総研が重点化している研究事業の推進を支援。 

 

安全保障貿易管理室 

（Security Export Control Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 外国為替及び外国貿易法及び関係法令等を確実に遵

守するため、産総研の安全保障輸出管理体制の整備・

輸出管理を実施。また、大学や研究機関での輸出管理

体制整備への協力を実施。 

１）研究ユニット等に対し輸出管理に関する研修を実

施。 

２）研究ユニット等の具体的案件に対して、輸出管理

相談、輸出管理指導を実施。 

３）具体的な輸出案件等の審査等を実施。 

４）大学や研究機関での輸出管理体制整備への協力と

して、経済産業省主催の研修会において講演を実施。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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１）海外出張 

 研究の推進を目的とした職員の海外出張について、平成25年度の出張者総数（国・地域別）は、3485名。実出張者

数（組織別）は、3220名。分類のカテゴリーは以下のとおり。 

産総研予算による出張（一部外部予算の充当を含む）…運営費交付金等により行う出張 

外部予算による出張…文部科学省科学研究費補助金等、外部予算により行う出張 

依頼出張…外部機関からの依頼による出張。依頼元は、公益法人、民間企業、海外の大学・研究機関等。 

 

表１ 平成25年度外国出張者数（国・地域別） 

                

             人数 

                 

 

国・地域名 

計 

1.産総研予算に

よる出張（一部

外部予算の充当

を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

アジア・太平洋地域 

インド 74 50 22 2 

インドネシア 91 79 6 6 

カンボジア 3 2 
 

1 

シンガポール 59 34 25 
 

スリランカ 7 6 
 

1 

タイ 163 124 33 6 

フィリピン 16 13 2 1 

ベトナム 35 24 9 2 

マレーシア 12 8 4 
 

ミャンマー 9 6 2 1 

モンゴル 6 1 5 
 

ラオス 3 1 2 
 

韓国 223 148 56 19 

台湾 185 146 30 9 

中国 258 131 94 33 

日本（海外在住） 14 12 2 
 

オーストラリア 71 43 23 5 

ニュージーランド 9 6 3 
 

フィジー 1 
  

1 

米州地域 

米国 908 440 433 35 

カナダ 53 26 26 1 

アルゼンチン 5 4 
 

1 

コスタリカ 2 2 
  

ジャマイカ 4 1 3 
 

チリ 3 1 2 
 

トリニダード・トバゴ 2 1 1 
 

プエルトリコ 1 1 
  

ブラジル 40 12 27 1 

ボリビア 1 
  

1 

メキシコ 16 7 7 2 

ヨーロッパ地域 

アイスランド 2 1 1 
 

アイルランド 4 3 
 

1 

イタリア 94 40 46 8 

ウズベキスタン 1 1 
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             人数 

                 

 

国・地域名 

計 

1.産総研予算に

よる出張（一部

外部予算の充当

を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

英国 142 69 68 5 

エストニア 2 1 1 
 

オーストリア 23 11 11 1 

オランダ 33 21 9 3 

ギリシア 16 3 12 1 

クロアチア 1 1 
  

スイス 54 24 20 10 

スウェーデン  25 14 9 2 

スコットランド（英国） 1 1 
  

スペイン 59 35 20 4 

スロバキア 5 4 1 
 

スロベニア 6 3 
 

3 

セルビア･モンテネグロ 1 1 
  

チェコ 22 8 13 1 

デンマーク 16 11 5 
 

ドイツ 251 149 91 11 

ノルウェー 8 5 1 2 

ハンガリー 4 1 3 
 

フィンランド 27 16 10 1 

フランス 237 156 72 9 

ブルガリア 2 
 

1 1 

ベルギー 42 25 15 2 

ポーランド 26 11 13 2 

ポルトガル 22 16 5 1 

モナコ 1 1 
  

リトアニア 2 1 1 
 

ルーマニア 2 
 

2 
 

ルクセンブルク 2 2 
  

ロシア 14 7 4 3 

北アイルランド 1 1 
  

その他 

アラブ首長国連邦 3 3 
  

アルジェリア 1 
  

1 

ウガンダ 6 5 
 

1 

エチオピア 7 7 
  

カタール 1 1 
  

サウジアラビア 3 1 1 1 

トルコ 15 11 4 
 

南極 1 
  

1 

パキスタン 1 
  

1 

南アフリカ 25 11 13 1 

合 計 3485 2011 1269 205 

※1つの出張で数ヶ国にまたがる場合には、それぞれの国にカウントしております。 
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表２ 平成25年度外国出張者数（組織別） 

                

            人数  

                 

  

組織別 

計 

1.産総研予算に

よる出張（一部

外部予算の充当

を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

理事長、理事、フェロー、顧問 60 54 3 3 

研究ユニット - - - - 

  研究センター 760 408 320 32 

  研究部門 2162 1202 830 130 

本部組織 160 111 22 27 

地域センター 10 7 3 

 その他 68 55 10 3 

合 計 3220 1837 1188 195 

 

 

表３ 平成25年度外国出張者数（目的別） 

                

              人数  

                 

  

目的 

計 

1.産総研予算に

よる出張（一部

外部予算の充当

を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

 国際会議 1515 898 510 107 

 学会等 792 460 322 10 

 動向調査 161 103 53 5 

 実地調査 139 61 66 12 

 在外研究 54 40 14 

  共同研究 301 135 149 17 

 技術協力 53 17 27 9 

 交渉折衝 46 30 16 

  在外研修 9 8 1 

  その他 150 85 30 35 

合 計 3220 1837 1188 195 

 

 

【各区分の定義】 

国際会議・学会等：国際会議や学会への参加  

動向調査：海外の大学・研究所・企業等を訪問し、動向を調査 

実地調査：地質調査等の野外における調査 

在外研究：海外の大学・研究所等における研究 

共同研究：海外の大学・研究所等との共同研究の実施 

技術協力：JICA 専門家等として、海外機関における技術協力 

交渉折衝：海外の大学・研究所等における交渉、折衝 

在外研修：海外の大学・研究所等における研修 

その他：上記に属しないもの 
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２）外国人研究者受入 

 研究の推進を目的として、海外の研究機関、大学等から外国人研究者の受け入れを実施している。平成25年度は、

145名を受け入れた。 

 

 

表４ 平成25年度外国人研究者受入実績 

受入制度 受入人数 

外国人外来研究員 

（内 JSPS フェロー26人） 
145 

合   計 145 

※ 新規受入分、滞在6日以上 

 

 

【各区分の定義】 

・外来研究員：産総研以外の者であって、自己の知見、経験等を活かし研究の推進に協力するために行う研究、調査、

指導、助言等を行う者で原則として5年以上研究に従事した者をいう。 

・JSPS フェロー：JSPS フェローシップにより来日している外国人外来研究員 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(961) 

表５ 平成25年度外国人研究者受入実績（国・地域別） 

              人数 

国・地域別 外来研究員 

アジア・大洋州地域 

インド 11 

インドネシア 5 

韓国 11 

シンガポール 1 

スリランカ 1 

タイ 11 

台湾 2 

中国 18 

ベトナム 8 

マレーシア 3 

モンゴル 1 

オーストラリア 3 

米州地域 

米国 7 

カナダ 2 

アルゼンチン 1 

ブラジル 3 

ベネズエラ 1 

メキシコ 1 

ヨーロッパ地域 

イタリア 4 

ウクライナ 1 

英国 1 

オーストリア 1 

オランダ 1 

スウェーデン 2 

スペイン 3 

スロベニア 1 

セルビア 1 

チェコ 1 

デンマーク 3 

ドイツ 9 

フランス 13 

ベルギー 1 

ポーランド 2 

ルーマニア 1 

ロシア 4 

その他の地域 

アルジェリア 1 

エジプト 1 

ガーナ 1 

ジンバブエ 1 

トルコ 1 

南アフリカ 1 

合 計 145 
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表６ 平成25年度外国人研究者受入実績（組織別） 

                                 人数 

組 織 別 
外来研究員 

ユビキタスエネルギー研究部門 11 

環境管理技術研究部門 17 

環境化学技術研究部門 
 

エネルギー技術研究部門 9 

安全科学研究部門 2 

新燃料自動車技術研究センター 1 

メタンハイドレート研究センター 
 

コンパクト化学システム研究センター 
 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 
 

太陽光発電工学研究センター 9 

バイオマスリファイナリー研究センター 
 

触媒化学融合研究センター 
 

再生可能エネルギー研究センター 
 

健康工学研究部門 3 

生物プロセス研究部門 5 

バイオメディカル研究部門 8 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 1 

糖鎖医工学研究センター 
 

生命情報工学研究センター 1 

幹細胞工学研究センター 2 

創薬分子プロファイリング研究センター 2 

知能システム研究部門 11 

情報技術研究部門 5 

ナノエレクトロニクス研究部門 1 

電子光技術研究部門 8 

セキュアシステム研究部門 
 

ネットワークフォトニクス研究センター 2 

デジタルヒューマン工学研究センター 
 

ナノスピントロニクス研究センター  1 

サービス工学研究センター 
 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 
 

先進製造プロセス研究部門 
 

サステナブルマテリアル研究部門 
 

ナノシステム研究部門 9 

ナノチューブ応用研究センター 1 

集積マイクロシステム研究センター 
 

計測標準研究部門 15 

計測フロンティア研究部門 
 

生産計測技術研究センター 
 

計量標準管理センター 
 

地圏資源環境研究部門 7 

地質情報研究部門 13 

活断層・地震研究センター 1 

地質調査情報センター 
 

関西産学官連携センターバイオベースポリマー連携研究体 
 

合   計 145 
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３）技術研修 

 「独立行政法人産業技術総合研究所技術研修規程」（13規程第23号）に則り、外国の大学及び研究機関等から派遣

された者に対して研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、産業科学技術の発展及び継承を図るために技術研

修を実施している。 

 また、(独)国際協力機構（JICA）や (独)日本学術振興会（JSPS）、(公社)科学技術国際交流センター

（JISTEC）、からの依頼により、JICA 集団研修、個別研修、JSPS サマープログラム研修、ウインターインスティ

テュートプログラム研修を実施している。 

 平成25年度は、6日以上滞在の技術研修員受入数は47名、5日以下3名の総数50名を受け入れた。 

（平成24年度から継続滞在 [6日以上滞在6名] を含むと、56名となる。） 

 
表７ 平成25年度 国際技術研修受入実績（制度別） 

制   度 6日以上 5日以下 計 

技術研修（JICA／サマー／ウインター 研修以外） 41 3 44 

JSPS サマープログラム研修 3  3 

ウインターインスティテュート研修 3  3 

JICA 個別研修   0 

  小 計 47 3 50 

 
   平成24年度からの継続 

技術研修 6  6 

  小 計 6  6 

      

 合 計 53         3  56 

 
 
 
 
 
表８ 平成25年度 国際技術研修受入実績（組織別） （6日以上滞在） 

人数  
組織別 計 JICA ｳｨﾝﾀｰ 

ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ 
ｻﾏｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 技術研修 

ユビキタスエネルギー研究部門 4    4 

環境管理技術研究部門 3    3 

エネルギー技術研究部門 1    1 

太陽光発電工学研究センター 4    4 

健康工学研究部門 1    1 

生物プロセス研究部門 5   1 4 

バイオメディカル研究部門 4    4 

知能システム研究部門 1    1 

情報技術研究部門 5    5 

電子光技術研究部門 6    6 

デジタルヒューマン工学研究センター 3  1 1 1 

ナノスピントロニクス研究センター 2    2 

サービス工学研究センター 1  1   

サステナブルマテリアル研究部門 1   1  

ナノシステム研究部門 1    1 

ナノチューブ応用研究センター 1  1   

計測標準研究部門 3    3 

活断層・地震研究センター 1    1 

計 47 0 3 3 41 
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表９ 平成25年度 国際技術研修 国・地域別受入一覧表 （6日以上滞在） 

 

 

 

 

表10-1 平成25年度 国際技術研修受入実績（組織別；平成24年度からの継続；6日以上滞在） 

人数  
組織別 計 JICA 技術研修 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 1  1 

ナノエレクトロニクス研究部門 1  1 

サービス工学研究センター 1  1 

計測標準研究部門 3  3 

計 6 0 6 

 
 
 
表10-2 平成25年度 国際技術研修国・地域別受入一覧表 （平成24年度からの継続；6日以上滞在） 

人数  
国・地域別 受入人数 JICA 技術研修 

アジア・大洋州地域 
韓国 1  1 

タイ 2  2 

米州地域 

メキシコ 1  1 

ヨーロッパ地域 

マルタ 1  1 

ロシア 1  1 

合 計 6 0 6 

 
 

 

 

 

 

人数  
国・地域別 受入人数 JICA ｳｨﾝﾀｰ 

ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ ｻﾏｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 技術研修 

 アジア・大洋州地域 
インド 1    1 

インドネシア 3    3 

韓国 9  3  6 

タイ 5    5 

中国 4    4 

香港 2    2 

台湾 3    3 

マレーシア 3    3 

日本 1    1 

 米州地域 

米国 4    4 

ブラジル 1    1 

 ヨーロッパ地域 

ドイツ 6   2 4 

フランス 5   1 4 

その他の地域 

合 計 47 0 3 3 41 
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４）外国機関等との覚書・契約等 
 外国機関等との組織的な研究協力を推進するにあたり、研究協力覚書を締結している。研究協力覚書は、産総研全

体として諸外国の主要研究機関との連携強化を目指して戦略的に締結する包括研究協力覚書、個別研究分野での研究

協力促進を目的とする個別研究協力覚書の2種類がある。平成25年度に有効な包括研究協力覚書、個別研究協力覚書

の実績は表11、12のとおりである。 
 平成25年度は、組織的な研究協力や人材交流の促進、国際共同研究の提案等のための基盤整備を継続して行うため

に、マレーシア標準・工業研究所（SIRIM）との間で1件の包括研究協力覚書の更新を行った。また研究協力覚書に

基づいて、研究機関との間でワークショップ等を実施し、連携成果の確認や新たな研究連携課題の探索等、情報交換

の場を設けた。これにより各外国機関等との科学技術分野での連携を実施し、研究協力活動、研究者交流の促進を図

っている。 
 
 
表11 外国機関等との包括研究協力覚書 

国・地域名 機関名 

アジア・大洋州地域 

インド 
科学技術省バイオテクノロジー局（DBT: Department of Biotechnology） 
科学技術省科学産業研究機構（CSIR: Council of Scientific and Industrial 
Research） 

中国 
中国科学院（CAS: Chinese Academy of Sciences） 
上海交通大学（SJTU: Shanghai Jiao Tong University） 

台湾 工業技術研究院（ITRI: Industrial Technology Research Institute） 

韓国 韓国産業技術研究会 
（ISTK: Korea Research Council for Industrial Science and Technology）  

インドネシア インドネシア技術評価応用庁 
（BPPT: Agency for the Assessment and Application of Technology） 

マレーシア マレーシア標準・工業研究所 (SIRIM Berhad) 
ベトナム ベトナム科学技術院（VAST: Vietnam Academy of Science and Technology） 

タイ 

国家科学技術開発庁 
（NSTDA: National Science and Technology Development Agency） 
タイ科学技術研究所 
（TISTR: Thailand Institute of Scientific and Technological Research） 

シンガポール 科学技術研究局 (A*STAR: Agency for Science, Technology and Research) 

オーストラリア 連邦科学産業研究機構 
（CSIRO: Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation） 

モンゴル・日本 

モンゴル鉱物資源・エネルギー省（MMRE: Ministry of Mineral Resources and 
Energy）、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC: Japan Oil, 
Gas and Metals National Corporation） 

米州地域 

米国 

国立標準技術研究所 
（NIST: National Institute of Standards and Technology） 
ローレンス・バークレー国立研究所 
（LBNL: Lawrence Berkeley National Laboratory） 
国立再生可能エネルギー研究所 
（NREL: National Renewable Energy Laboratory） 

ロスアラモス国立研究所（LANL: Los Alamos National Laboratory） 

ローレンス・リバモア国立研究所 
（LLNL: Lawrence Livermore National Laboratory） 

サンディア国立研究所（SNL: Sandia National Laboratories） 

ニューヨーク州立大学ナノスケール理工学部 
（CNSE: College of Nanoscale Science and Engineering of the University at Albany 
- State University of New York） 
オークリッジ国立研究所（ORNL: Oak Ridge National Laboratory） 
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国・地域名 機関名 

サバンナリバー国立研究所（SRNL: Savannah River National Laboratory） 
ヨーロッパ地域 

ノルウェー 

ノルウェー科学技術大学（NTNU: Norwegian University of Science and Technology) 
エネルギー技術研究所（IFE: Institute for Energy Technology） 
産業科学技術研究所（SINTEF: The Foundation for Scientific and Industrial 
Research） 

フィンランド フィンランド技術研究センター（VTT: Technical Research Centre of Finland） 

フランス 

国立科学研究センター（CNRS: Centre national de la recherche scientifique） 
原子力代替エネルギー庁技術研究部門 
（CEA-DRT: Direction de la recherche technologique, Commissariat à l'énergie 
atomique et aux énergies alternatives） 

ドイツ 

ヘルムホルツ協会（Helmholtz Association of German Research Centres）  
カールスルーエ技術研究所（Karlsruhe Institute of Technology）  
ユーリッヒ研究センター（Forschungszentrum Jülich GmbH)  
フラウンホーファー研究機構（FhG: Fraunhofer-Gesellschaft zur Förderung der 
angewandten Forschung e. V.） 

ベルギー IMEC インターナショナル 
（IMEC: Interuniversity Microelectronics Center International） 

その他の地域 

南アフリカ共和国・日本 
地質調査所（CGS: Council for Geosciences）、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物

資源機構（JOGMEC: Japan Oil, Gas and Metals National Corporation） 
注）平成25年度に有効な包括研究協力覚書。 

 
表12 外国機関等との個別研究協力覚書 

国・地域名 機関名 研究ユニット名 

アジア・大洋州地域 

タイ 

国立計量研究所 
（NIMT: National Institute of Metrology, Thailand） 計量標準総合センター 

鉱物資源局（DMR: Department of Mineral Resources, 
Ministry of Natural Resources and Environment） 地質調査総合センター 

アジア工科大学（AIT: Asian Institute of Technology）* 情報技術研究部門 

ニュージーランド ニュージーランド地質・核科学研究所（GNS: GNS 
Science） 地質調査総合センター 

モンゴル 
モンゴル鉱物資源石油管理庁 
（MRPAM: Geological Department of Mineral Resources 
and Petroleum Authority of Mongolia） 

地質調査総合センター 

韓国 

韓国標準科学研究院（KRISS: Korea Research Institute of 
Standards and Science） 計量標準総合センター 

韓国技術標準院（KATS: Korean Agency for Technology 
and Standards） 計量標準総合センター 

韓国地質資源研究院（KIGAM: Korea Institute of 
Geoscience and Mineral Resources） 地質調査総合センター 

韓国窯業技術院（KICET: Korea Institute of Ceramic 
Engineering and Technology） 先進製造プロセス研究部門 

台湾 
国立成功大学 
（Disaster Prevention Research Center, National Cheng 
Kung University） 

活断層・地震研究センター 

中国 

中国計量科学研究院（NIM: National Institute of 
Metrology） 計量標準総合センター 

上海交通大学（SJTU: Shanghai Jiao Tong University）  集積マイクロシステム研究センタ

ー 

華東理工大学（ECUST: East China University of Science 
and Technology） ナノシステム研究部門 
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国・地域名 機関名 研究ユニット名 

中国・韓国 

中国計量科学研究院（NIM: National Institute of 
Metrology）、 
韓国標準科学研究院（KRISS: Korea Research Institute of 
Standards and Science） 

計量標準総合センター 

米州地域 

カナダ 
国立ナノテクノロジー研究所 
（NINT: National Institute for Nanotechnology, National 
Research Council of Canada） 

ナノシステム研究部門 

米国 米国地質調査所（USGS: United States Geological 
Survey） 地質調査総合センター 

メキシコ 

メキシコ計量センター（CENAM: Centro Nacional de 
Metrología） 計量標準総合センター 

メキシコ国立自治大学（UNAM: Universidad Nacional 
Autónoma de México） 健康工学研究部門 

ブラジル 

国立工業度量衡・品質規格院（INMETRO: National 
Institute of Metrology, Quality and Technology） 計量標準総合センター 

ブラジル鉱産局（DNPM: National Department of Mineral 
Production） 地質調査総合センター 

ヨーロッパ地域 

オーストリア オーストリア地質調査所 
（GBA: Geological Survey of Austria） 地質調査総合センター 

ドイツ 

ドイツ連邦物理工学研究所 
(PTB: Physikalisch-Technische Bundesanstalt) 計量標準総合センター 

パウル・ドルーテ固体電子工学研究所（PDI: Paul Drude 
Institute for Solid State Electronics） ナノエレクトロニクス研究部門 

オランダ オランダ計量研究所（NMiVan Swinden Laboratorium 
B.V.） 計量標準総合センター 

スイス 国立放射性廃棄物協議機構（NAGRA: National Cooperative 
for the Disposal of Radioactive Waste） 地圏資源環境研究部門 

スロバキア スロバキア科学アカデミー（IMS SAS: Institute of 
Measurement Science, Slovak Academy of Sciences） 電子光技術研究部門 

ロシア 
ロシア計量試験科学研究所 
（VNIIMS：Russian Scientific-Research Institute for 
Metrological Service of Gosstandart of Russia） 

計量標準総合センター 

英国 シェフィールド大学（University of Sheffield） エネルギー技術研究部門 

その他の地域 

トルコ 

トルコ共和国鉱物資源調査開発総局 
（MTA: Mineral Research & Exploration General 
Directorate） 

地質調査総合センター 

米国・ドイツ 

国立再生可能エネルギー研究所（NREL: National 
Renewable Energy Laboratory）、 
フラウンホーファー研究機構太陽エネルギーシステム研究所

（Fraunhofer ISE: Fraunhofer-Institut für Solare 
Energiesysteme ISE, Fraunhofer-Gesellschaft zur 
Förderung der angewandten Forschung e.V.） 

太陽光発電工学研究センター 

APMP 加盟国 アジア太平洋計量計画（APMP: Asia Pacific Metrology 
Program） 計量標準総合センター 

アボガドロ定数協定

加盟国 
 

国際度量衡局（BIPM: Bureau International des Poids et 
Mesures）、イタリア計量研究所（INRIM: L'Istituto 
Nazionale di Ricerca Metrologica）、オーストラリア国立標

準研究所（NMIA: National Measurement Institute, 
Australia）、ドイツ連邦物理工学研究所（PTB: 
Physikalisch-Technische Bundesanstalt） 

計量標準総合センター 

注）平成25年度に有効な個別研究協力覚書。 *印は25年度新規締結分。 
 
 



事業組織・本部組織業務 

(968) 

５）その他の連携活動 

 

表13 平成25年度 主な国際シンポジウム等（国際部扱い） 

国際シンポジウム等名称 開催場所 開催期間 備考 

第10回バイオマス・アジアワークショップ バンコク(タイ) 2013年8月5日～6日 共催 

第8回日タイ連携ワークショップ バンコク(タイ) 2013年8月7日～8日 共催 

第4回台湾工業技術研究院‐産総研 

共同シンポジウム 
新竹(台湾) 2013年9月15日～16日 共催 

第2回世界研究機関長会議 京都(日本) 2013年10月5日 共催 

日米研究協力ワークショップ リバモア(米国) 2013年12月13日 主催 

産総研イノベーション・ワークショップ 
inインドネシア 

ジャカルタ(インドネシア) 2013年12月20日 主催 

産総研‐上海交通大学 合同シンポジウム つくば(日本) 2014年2月18日 共催 

 

※ 国際シンポジウム等開催 全14件 

研究ユニット等が主催し国際部が関与しない国際会議等のうち、重要なものは下記URLにて紹介されております。 

 http://www.aist.go.jp/db_j/list/l_event_old_event_main.html  

 
 

表14 平成25年度 主な外国要人来訪（時系列順） 

国地域名・機関名・役職 来訪者 

ノルウェー科学技術大学（NTNU）学長 トールビョルン・ディゲルネス 

ボツワナ投資貿易センター理事長 ビクター・センエ 

タイ科学技術研究所（TISTR）所長 ヨンブット・サオバプラック 

インド科学アドバイザー ラジャゴパラ・チダムバラム 

駐日南アフリカ大使 モハウ・ペコ 

インド文部科学省バイオ局（DBT）局長 ビジェイ・ラグハバン 

タイ科学技術大臣 ピーラパン・パールスク 

モザンビーク科学技術大臣 ルイス・ペレンベ 

フランス高等教育・研究大臣 ジュヌヴィエーヴ・フィオラゾ 

フランス政府特命原子力最高顧問 イヴ・ブレシェ 

サウジアラビア・キングアブドゥルアジズ科学技術都市（KACST）
研究所担当副総裁 

トゥルキ・サウド・モハマド・ 

アルサウド 

フランス原子力代替エネルギー庁・最先端技術局（CEA−DRT）顧問 マーセル・モラビト 

シンガポール情報通信大臣 ヤコブ・イブラヒム 

米国立標準技術研究所（NIST）研究担当副所長 ウィリィー・メイ 

タイ国立科学技術開発庁長官 タウィザック・コナンタクル 

アイルランド上院議員議長 パディ・バーク 

シンガポール科学技術研究開発庁（A＊STAR）長官 リム・チュアンポー 

※ 公式訪問 全100件 
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⑤【ベンチャー開発部】 
（Division for Start-ups） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：8名（2名） 

概 要： 

「スタートアップ開発戦略タスクフォース」（以下、

タスクフォース）によるベンチャー企業を創出する

取組みとベンチャー技術移転促進措置実施規程に基

づくベンチャー創出後の支援を柱に、より成功確率

を高めるべくベンチャーの創出・支援に注力した。 

2013年度の取組みは以下の通り。 

○ベンチャー企業創出の取組み 

１）新規タスクフォース4件と継続タスクフォース3

件を実施し、ベンチャー創業に向けたビジネスモデ

ルの策定や技術開発等の集中的な取組みを行った。

継続タスクフォースからベンチャー企業1社を創業し、

産総研技術移転ベンチャーは累計117社（内タスクフ

ォース発ベンチャーは累計46社）となった。２）タ

スクフォースの候補案件について、先行技術調査、

市場性調査等を実施し、事業性の把握に努め、次年

度の新規タスクフォース候補を絞り込んだ。３）人

材育成の一環として、創業に関心を有する研究者を

対象としたビジネスモデル策定のための研修や各種

セミナーを企画・開催した。 

○ベンチャー創業後の支援 

１）法務・経営・財務等各種専門家と9件の請負契約

のもと、起業者及び既存ベンチャーに専門家相談の

場を提供した。２）2社については審査のうえ、産総

研技術移転ベンチャーの称号を付与するとともに、

知的財産権および施設等の使用に関する技術移転促

進措置を実施した。３）創出したベンチャー間の交

流促進、およびベンチャー支援機関等関係者とのネ

ットワーク構築・連携のための組織であるスタート

アップスクラブの活動の一環として（株）ケイエス

ピー、（独）中小機構と「協創マッチングフォーラ

ム」を開催した。４）新たな支援策として、研究成

果を実用化、事業化しているベンチャー2社を当部の

ウェブサイトで紹介、リーフレットを作成し、広報

活動を支援した。５）研究開発力強化法の改正に伴

う出資業務のための規程等実施体制の検討を行った。 

○ベンチャー創出支援事業に関する検証結果の公表 

産総研公式ホームページ、「第9回ベンチャー開発

成果報告会」及び「ベンチャーフォーラム」等にお

いて検証結果を公表した。これまでの知見やノウハ

ウは NEDO のベンチャー創出支援に関わる新制度で

あるプラットフォーム事業の構築等に際し、参考情

報として提供した。また、所内においても検証結果

を踏まえて、有望な産総研技術移転ベンチャー及び

タスクフォースを部署横断的に支援する「AIST ハン

ズオン支援チーム（HOST）」を立ち上げ、活動を開

始した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[ベンチャー開発部] 

部長          米田 晴幸 

次長          岩崎 孝志 

スタートアップ・アドバイザー 

              平林 隆 

              竹生 一行 

              岡本 裕重 

              工藤 泰彦 

  [ベンチャー開発企画室] 室長 北川 良一 

  [ベンチャー支援室]   室長 大曽根 均  

--------------------------------------------------------------------------- 
スタートアップ・アドバイザー（Start-up Advisor） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研内のベンチャー化に適した技術シーズの発掘

とともに、タスクフォースを統括し、ベンチャー創業

に向けて必要な追加的研究開発やビジネスモデルの策

定等を行う。必要に応じて、産総研の職を離れ、創業

後の企業経営に参画する。 

 

ベンチャー開発企画室（Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ベンチャー開発部の活動計画の企画・立案、活動に

伴う総合調整、部予算の管理及びタスクフォースの運

営管理に関する業務を行う。また、ハイテクベンチャ

ーの創出を担うイノベーションプラットフォーム化に

向けて組織改革や制度改革を推進するとともに、産総

研内部の人材育成や意識改革を図るために、ベンチャ

ー創出に関する職員向け研修やセミナーの企画・運営、

さらに、成果の発信のための広報活動を行う。 

 

ベンチャー支援室（Office of Business Development） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

ベンチャー支援のための業務を企画及び立案、並び

にベンチャー支援業務を実施する。 

 具体的には、産総研の知財を用いて起業を希望する

者からの事業プラン、資金調達及び販路開拓等、創業

前後に関する相談等に室員もしくは専門家により対応

する。 

 また、「産総研ベンチャー技術移転促進措置実施規

程」に基づく称号付与及び技術移転促進措置の実施に

関する事務を行う。併せて、産総研内外と連携し新た

な支援策の創出を図る。 



事業組織・本部組織業務 

(970) 

2013年度実績 

○スタートアップ開発戦略タスクフォース 

・ベンチャー創出・支援研究事業 7件 

新規案件 4件 

継続案件 3件 

 

○ベンチャー支援室が受けた創業関連相談件数 

96件 

 

○会社設立等支援業務の実施数 

2件 

 

○産総研技術移転ベンチャー 

・産総研技術移転ベンチャー企業数 

新規 2社（累計117社） 

・支援期間中ベンチャー企業数 

  16社（2014年3月31日現在） 

 

・産総研技術移転ベンチャーのうち、スタートアップ 

開発戦略タスクフォース発ベンチャー企業数 

新規 1社（累計46社） 

○研修 

・「研究成果の実用化のための事業戦略研修」 

  実施回数：3回（延べ16名が受講） 

 

表1 2013年度に称号付与した産総研技術移転ベンチャー一覧 

 企業名 称号付与年月日 創出元研究ユニット 備考 

1 （株）SCHAFT 2013/07/01 
デジタルヒューマン工学研究

センター 
 

2 行動ラボ（株） 2013/07/01 サービス工学研究センター TF 案件 

 

○ベンチャー開発部の主催のイベント 

・「第9回ベンチャー開発成果報告会 

－産総研の挑戦を振り返って－」 

開催期間：2013年7月24日 

開催場所：日経ビル6階 日経カンファレンスルー

ム、セミナールーム 

参加者数：244名 

 

○ベンチャー開発部の共催のイベント 

 ・協創マッチングフォーラム 

開催期間：2013年11月29日 

開催場所：産総研 臨海副都心センター 別館 11

階会議室 

参加者数：142名 

 

 ・産総研オープンラボ2013 ベンチャーフォーラム 

～ベンチャーを介した連携推進～ 

開催期間：2013年10月31日 

開催場所: 産総研つくばセンター第3会場 

参加者数：126名 

 

○展示会・見本市への出展 

1. BIO-tech2013 
開催期間：2013年5月8日 ～5月10日 

開催場所：東京ビッグサイト 

2. BioJapan2013 
開催期間：2013年10月9日～10月11日 

開催場所：パシフィコ横浜 

 

3. 産業交流展2013 

開催期間：2013年10月30日～11月1日 

開催場所：東京ビッグサイト 

 

4. 産総研オープンラボ2013 

開催期間：2013年10月31日～11月1日 

開催場所：産総研 

 

5. SAT テクノロジー・ショーケース2014 

開催期間：2014年1月24日 

開催場所：つくば国際会議場 

 

6. つくば産産学連携促進市 in アキバ 

開催期間：2014年3月26日 

開催場所：秋葉原ダイビル2階ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾎｰﾙ 

 

⑥【国際標準推進部】 
（International Standards Promotion Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 
人 員：9名（5名） 
概 要： 

 産総研の研究ポテンシャルを活用した標準化研究開

発を実施することにより、標準化に貢献し、もって我

が国の産業競争力強化や安心・安全な社会の実現に貢

献する各種活動を行っている。 

 産総研が研究開発と標準化を一体的に推進するため

の大枠の活動方針について、外部有識者を含む委員に

よる｢標準化戦略会議｣や各業界団体との意見交換によ

り検討を進めている。 

 標準化を目的とした研究開発は、社会ニーズや行政
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からの要請を受けて運営費交付金によって行う「標準

基盤研究」、経済産業省からの委託を受けて行う「工

業標準化推進事業」などの事業として行っている。こ

れら研究開発の成果は、国内標準（JIS）、国際標準

（ISO、IEC）などの公共財として世の中に出され、

社会に貢献する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 
［国際標準推進部］             

               部長  松田 宏雄 
               審議役 奈良 広一 
 ［標準企画室］      室長  服部 浩一郎 
 ［標準化推進室］     室長  田中 伸一 

  ［試験システム開発支援室］室長  川原崎 守 
 
--------------------------------------------------------------------------- 
標準企画室（Standards Planning Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 標準に係る企画及び立案並びに総合調整、研究ユニ

ット等における標準化計画の策定の支援、標準化戦略

会議の事務局を行っている。 

 
標準化推進室（Standardization Promotion Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 研究成果の規格化の推進、標準化に関する活動の支

援、ナノテク標準化活動等の国際標準化活動に関する

支援・事務局業務、標準化普及のための広報活動、研

究情報公開データベースの整備を行っている。 

 
試験システム開発支援室 
（Testing System Cooperation Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 標準への適合性評価に関する活動の調査・支援、認

証及び認定に関する活動の調査・支援、鉱工業の科学

技術に係る依頼試験等の受付、管理及び立ち上げ支援

を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 
 



事業組織・本部組織業務 

(972) 

１）標準提案 

  標準化を通じた研究開発成果の普及や社会からの要請への対応のため、標準基盤研究や工業標準化推進事業等の

外部制度の活用を通じて、標準化のために必要な研究を実施している。 

平成25年度 標準提案数 計36件 

 国際標準（ISO、IEC 等）   26件 

 国内標準（JIS、TS）   10件 

 
２）国際会議の役職者等 

  産総研の研究者は、ISO 等の国際会議の議長、幹事、コンビーナといった役職者や、技術専門家（エキスパー

ト）として審議に貢献している。役職者および将来の役職者候補への渡航旅費補助などを行い国際標準化活動を支援

している。 
 
 

 

３）鉱工業の科学技術に係る依頼試験 

  産総研の研究成果に基づく試験、分析、校正を有料で実施している。 
平成25年度 依頼試験実施件数 計9件 

 材料及び製品の試験 火薬類の試験 

（自動車用緊急保安炎筒試験） 

 1件 

 基準太陽電池セル校正 一次基準太陽電池セルの校正  8件 

 

⑦【イノベーションスクール】 
（Innovation School） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2、つくばセンター 

人 員：1名（1名） 

概 要： 

 「産総研イノベーションスクール制度」は、産総研

特別研究員および産総研にて技術研修を行う博士課程

の学生を対象として、特定の専門分野について科学

的・技術的な知見を有しつつ、より広い視野を持ち、

異なる分野の専門家と協力するコミュニケーション能

力や協調性を有する人材の輩出を目指す事業である。 

気づきをもとに必要とされる知識や技能を習得する

ための講義・演習、ホスト研究者の指導のもと産総研

の研究室にて実施する本格研究の実践、キャリアカウ

ンセリング、人材育成に協力いただける企業にて実施

する実践的な On-the-Job Training（OJT）などの産

総研独自のカリキュラムを通じて、即戦力として活躍

できる人材を輩出し、社会的なニーズと有用な人材と

のミスマッチの解消に寄与することを目的としている。 

 具体的に、イノベーションスクールは、次の業務を

行う。 

・イノベーションスクールの運営の基本方針の企画及

び立案並びに総合調整に関すること 

・その他イノベーションスクールの運営等に関するこ

と 

 

平成25年度の活動の概要 

・イノベーションスクールの運営の基本方針の企画及

び立案並びに総合調整に関すること： 

平成25年度は、ポスドクコースの博士研究員20名、

博士課程コースの博士課程学生9名、講義専門コー

スの博士研究員2名の計31名に対して第7期生として

開講した。具体的には、標準化と研究、適合性評価、

知的財産と研究、技術経営とイノベーション、太陽

光発電や震災復興への産総研の取り組み、リスク評

価、公的研究機関の研究戦略・研究経営、経済産業

省の人材育成政策、企業の研究経営・研究開発、キ

ャリア開発などについて講義し、インクルーシブデ

ザイン、構成学輪講、研究発表会などの演習や、マ

ナー・コミュニケーション研修などを行った。そし

て、ロールモデルとして就業している先輩スクール

生を招聘した「先輩との交流会」を6月と10月に企

画した。また、企業 OJT をポスドクコースの全て

のスクール生20名に対して実施した。 
産総研内部に対するスクールの効果の検証のため、

過去のスクール生の指導研究者に対するアンケート

調査を行った。 

・その他イノベーションスクールの運営等に関するこ

と 

講義・演習に関し受講者の提出した受講レポートや構

成学輪講・研究発表レポート、企業 OJT 参加報告書

をとりまとめた。また、研究の意義を異分野の方々の

説明する実践の場として、SAT テクノロジーショー

ケース（2014.1.24）にてスクール生の研究紹介を行

った。 

 より大きな効果を得るために、企業・大学等との連

携を推進し、筑波大学と｢企業と博士人材との交流会｣

（36名参加）を共催するとともに、関連イベントに講

師を派遣することで、スクールのノウハウ普及につと

議長、幹事、コンビーナ のべ 49人 

エキスパート のべ199人 
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めた。また、経済産業省の人材育成政策策定のために

審議官との意見交換に協力した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[イノベーションスクール] 

  イノベーションスクール長 一村 信吾 

  副スクール長       瀬戸 政宏 

事務局長         神徳 徹雄 

--------------------------------------------------------------------------- 
出版物・プレス発表等業務報告データ 

【広報誌「産総研 TODAY」】（かっこ内は掲載年・

月） 

・AIST Network：｢平成25年度｢産総研イノベーショ

ン ス ク ー ル ｣ 6 期 生 修 了 式 ｣ 、 Vol.13 、 No.5
（2013.5） 

・座談会：「産総研イノベーションスクールを体験し

て～ 6 期生 からの メッ セージ 」 Vol.13 、 No.7
（2013.7） 

・AIST Network：｢2013年度｢産総研イノベーション

スクール｣第7期開校式｣、Vol.13、No.7（2013.7） 

・AIST Network：｢産総研イノベーションスクール講

義「理事長と語る」｣、Vol.13、No.8（2013.8） 

【取材対応等】（かっこ内は発表日） 

・茨城新聞｢未来は来たか 学園都市50年 第3部模索② 

雇用の受け皿不十分 ～ ポスドク」（2013.4.29） 

【シンポジウム開催】 

・「企業と博士人材との交流会」、共催：産総研／筑波大

学、筑波大学、8企業、参加者36名（2013.12.25） 

【活動紹介等】 

・「国立研究所における博士人材の育成」、日本生化学会

第53回生命科学夏の学校、東伊豆町（2013.9.1） 

・「産業技術総合研究所における博士人材育成の取り組

み－イノベーションスクール第7期生の活動紹介－」、

第5回横幹連合コンファレンス、香川大学 

（2013.12.21) 

・「産総研の産業技術人材の取り組み」、若手研究者成果

報告会 基調講演、早稲田大学（2014.3.12） 

 

４）【つくばイノベーションアリーナ推進本部】 
（Tukuba Innovation Arena Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2、つくば西 

人 員：27名（13名） 

概 要： 

 つくばイノベーションアリーナ推進本部は、つくば

イノベーションアリーナナノテクノロジー拠点

（TIA-nano）」の形成を通じて、産総研のミッショ

ンである「21世紀型課題の解決」、「オープンイノベー

ションのハブ機能の強化」をその業務としている。 

 TIA-nano は、世界水準の先端ナノテク研究設備・

人材が集積するつくばにおいて、内閣府、文部科学省

及び経済産業省からの支援を得て、産総研、物質・材

料研究機構、筑波大学及び高エネルギー加速器研究機

構が中核となり、産業界が加わって、世界的なナノテ

クノロジー研究・教育拠点構築を目指している。 

1. 所内運営体制の強化 

  平成25年4月につくばイノベーションアリーナ推

進本部を設立し、意思決定の迅速化、企画機能の強

化、窓口の一元化を図った。 

2. TIA 連携棟の運用 

  平成25年6月より TIA-nano の中核施設となる

TIA 連携棟の運用を開始し、各種セミナーや講演

会開催による TIA 拠点活用プロジェクト相互の交

流の加速や、企業および政府機関、研究機関等から

の現地視察の受入により連携活動の強化に努めた。

また、TIA 連携棟を中心として開催した「TIA 連

携大学院サマー・オープン・フェスティバル2013」

（開催期間：7/15～9/3、参加者：846名）や、TIA
連携棟内のパワエレ寄付講座の実験室開設によって

人材育成に努めた。 

3. 共用施設の運営 

 スーパークリーンルーム（SCR)の24時間稼働を

平成25年5月より開始するとともに、より簡便に

SCR 施設を利用できる新しい制度「共用施設等利

用制度」の運用を同年12月より開始した。また、

TIA-nano 中核4機関、産業界、政府関係機関等産

学官をメンバーとする共用施設 WG を発足させ活

動を開始するとともに、「つくば共用研究施設検索

データベース」を整備し、平成25年8月より公開を

開始した。各種イベントにおける利用説明会やポス

ター展示によりこれらの外部利用促進に努めた。 

4. 所外連携と広報 

  TIA-nano の中核4機関での知財取扱いの調和と

連携に向けて、平成26年3月に「TIA-nano に係る

共同研究に関する協定」を締結し、発生した知財の

ワンストップライセンスの仕組みを規定した。また、

つくば国際戦略総合特区の推進機関と TIA-nano
の相互で広報活動を中心に協力体制を具体化させ、

茨城県、つくば市との連携を深めた。各種展示会へ

の出展、公開シンポジウムの開催、学術誌における

TIA-nano 関連記事の投稿、パンフレット・ホーム

ページの更新等、幅広い広報活動を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2014/3/31現在） 

 

[つくばイノベーションアリーナ推進本部] 

本部長 金山 敏彦 

審議役 岩田 普 

審議役 岡谷 重雄 

審議役 岡田 道哉 

審議役 鈴木 浩一 

総括企画主幹 榊原 陽一 

[つくばイノベーションアリーナ企画室] 

室長（兼） 榊原 陽一 

[つくばイノベーションアリーナ連携推進室] 

室長（兼） 鈴木 浩一 

[共用施設調整室] 

室長 村上 純一 

[スーパークリーンルーム運営室] 

室長 井上 靖朗 

[パワーエレクトロニクス拠点運営室] 

室長 奥井 富士雄 

--------------------------------------------------------------------------- 
つくばイノベーションアリーナ企画室 

（Tsukuba Innovation Arena Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー

拠点の施策の推進（以下「つくばイノベーションア

リーナ推進」という。）に係る基本方針の企画及び

立案並びに総合調整に関すること。 

2. つくばイノベーションアリーナ推進におけるプロ

ジェクトの企画、立案及び総合調整に関すること。 

3. つくばイノベーションアリーナ推進に関する情報

の収集、分析及び調査に関すること。 

4. つくばイノベーションアリーナ推進に関する業務

であって、他の所掌に属しないものに関すること。 

 

つくばイノベーションアリーナ連携推進室 
（Tsukuba Innovation Arena Collaboration  

Promotion Office） 

（つくば西） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. つくばイノベーションアリーナ推進に関する外部

機関との調整等の総括に関すること。 

2. つくばイノベーションアリーナ推進に関する研究

所の関係部署との調整に関すること。 

 

共用施設調整室 
（Open Research Facility Coordination Office） 

（つくば中央第2他） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. 共用施設調整室に登録された施設、機器及び装置

の利用（技術指導を含む。）に係る制度の整備及び

運用並びに総合調整に関すること。 

2. 共用施設調整室に登録された施設、機器及び装置

を利用した依頼分析並びに研究用品の依頼試作及び

工作に関すること。 

 

スーパークリーンルーム運営室 
（Super Clean Room Management Office） 

（つくば西） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. スーパークリーンルーム等を利用したデバイス等

の設計、試作、評価及び実証に係る研究開発支援に

関すること（産学官連携推進部の所掌に属するもの

を除く。）。 

2. スーパークリーンルーム等を利用したデバイス等

の設計、試作、評価及び実証に係る技術基盤の整備

及び高度化に関すること。 

3. スーパークリーンルーム等を利用したデバイス等

に係る技術指導又は成果の普及に関すること（広報

部の所掌に属するものを除く。）。 

4. スーパークリーンルームの運営に関すること。 

 

パワーエレクトロニクス拠点運営室 
（Power Electronics Innovation Management Office） 

（つくば西、つくば中央第2） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. つくばイノベーションアリーナ推進のうち、パワ

ーエレクトロニクス拠点の運営に関すること。 

2. つくばイノベーションアリーナ推進のうち、パワ

ーエレクトロニクスに係るイノベーションの推進の

支援に関すること。 

3. パワーエレクトロニクスに係る人材の育成に関す

ること。 

 

５）研究環境安全本部 
（Research Environment and Safety 
  Headquarters） 
①【研究環境安全企画部】 
（Research Environment and Safety Planning 
  Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：24名（3名） 

概 要： 
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 研究環境安全企画部は、安心・安全で良好な研究環

境を持続的に提供することを目的として、研究環境安

全本部傘下各部との有機的連携の下に、研究環境安全

に係る基本方針の企画及び立案並びに総合調整等を通

じて、産総研としてふさわしい研究環境の創出及び環

境負荷低減に向けたエネルギーの有効活用の促進に関

する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[研究環境安全企画部] 

部 長  中村 安宏 

次 長  五十嵐 直幸 

 

 [研究環境安全総括室] 

 室 長  金田 孝雄 他 

[ファシリティマネジメント室] 

室 長  菊地 義男 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成25年度の主な活動 

１．省エネルギー及び地球温暖化対策 

・夏期のピークカットに貢献するため、輪番・一斉休

暇の実施、大電力消費設備の一部停止や負荷分散運

転等の対策を講じることで、平成22年度比、つくば

センター10%、地域センター4～13%のピーク電力

削減を達成した。 

ⅰ) つくばセンターの各事業所及び全ての地域センタ

ーにおいて1週間の夏季輪番・一斉休暇の実施 

ⅱ) 研究廃水処理施設やヘリウム液化施設などの輪番

運転、休日・夜間シフト運転、空調負荷の低減 

ⅲ) 技術研究組合に対して、夏季のピークカットへの

協力を依頼 

ⅳ) 昨年度に引き続き、使用電力を可視化したページ

により節電意識の向上を図った 

２．中期施設整備計画の実行と見直し 

・閉鎖決定された建物について、7棟4,108m2の解体

撤去を完了し、18棟5,176m2の解体撤去の手続きを

開始した。 

・平成24年度補正予算により、研究拠点の再構築等を

目的とした前例にない規模の施設整備費補助金が措

置されたことから、これまでの中期施設整備計画を

より効果的に活用できるよう見直し、次期施設整備

計画の検討に着手した。  

３．産総研レポートの作成 

・環境配慮の取組及び実績について、SR 報告書「産

総研レポート2013社会・環境報告」として公表した。

特に、環境トピックスとして、つくばセンターに新

設された TIA 連携棟における省エネルギー対策に

ついて紹介した。 

 

４．スペースの有効活用の推進 

・スペースを有効活用するため、管理監・地域センタ

ー所長による年2回の巡視を実施した。これに加え、

原則年2回の開催としていたスペース有効活用審査

委員会を毎月開催することとし、スペース配分及び

スペースに関する方針決定に迅速に対応し、効率的

な研究スペースの確保及びスペースの有効活用を推

進した。 

５．工事及び工事関連役務の提供等の契約業務 

  契約業務の実績として、工事及び工事関連役務の提

供等の総契約件数は343件、うち入札によるものは

219件。 
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施設の整備（平成25年度に産総研資産になった主なもの） 

 

１）新営棟建設 

 ①福島県再生可能エネルギー研究開発拠点整備事業 

(1)目的 

  再生エネルギー技術の早期の実用化を目指した応用中心の研究拠点の整備。 

 (2)整備費用 50.0億円（平成23年度施設整備費補助金） 

工事発注：産業技術総合研究所 研究環境安全本部 研究環境整備部 

工事件名 施  工 工  期 

福島県再生可能エネルギー研究開発拠点（仮称）整備事業 株式会社大林組東北支店 
平成24年11月28日 

～平成26年 3月28日 

 

 

２）東南海・南海地震予測のための地下水等総合観測点整備 

 ①東南海・南海地震予測のための地下水等総合観測施設 

(1)目的 

  産総研の地下水観測点の整備及びそのデータ収集システムの強化を行い、東南海・南海地震に対する観測ネットワ

ーク体制を確立。 

 (2)整備費用 11.0億円（平成23年度施設整備費補助金） 

工事発注：産業技術総合研究所 研究環境安全本部 研究環境整備部 

工事件名 施  工 工  期 

東南海・南海地震予測のための地下水等総合観測施設整備

工事（愛知県西尾市地区） 
株式会社日さく 

平成24年 5月14日 

～平成25年 6月28日 

 

 

３）老朽化対策 

①老朽化施設・設備の緊急改修 

(1)目的 

 安全な研究環境の整備のため、特に老朽化が進んでいる施設・設備について、外壁建具改修、電力関連設備改修、

給排水関連設備改修、排ガス処理設備改修、空調設備改修、廃水処理設備改修、エレベーター設備改修などの緊急改

修を行う。 

(2)整備費用 20.9億円（平成24年度施設整備費補助金） 

工事発注：産業技術総合研究所 研究環境安全本部 研究環境整備部 

工事件名 施  工 工  期 

つくば中央５－１Ｂ棟他機械設備（換気）改修その他工事 
正和工業株式会社 

平成25年 5月 9日 

～平成25年 9月10日 

つくば西－４Ｂ棟他機械設備（空調）改修その他工事 
株式会社日立製作所 

平成25年 5月17日 

～平成25年12月27日 

つくば中央共用講堂（大講堂）石綿含有吹き付け材除去そ

の他改修工事 
株式会社小川建設東関東支店 

平成25年 5月10日 

～平成25年 9月13日 

つくば中央第7事業所エレベーター改修その他工事 エス・イー・シーエレベーター

株式会社千葉支社 

平成25年 5月24日 

～平成26年 3月11日 

つくば中央２－１３棟空調改修その他工事 高砂熱学工業株式会社 茨城営

業所 

平成25年 6月 7日 

～平成26年 3月31日 

つくば中央第１事業所他受変電設備改修工事 
日本メックス株式会社 

平成25年 6月 7日 

～平成26年 2月21日 

つくば西事業所他受変電設備改修工事 
浅海電気株式会社東京本店 

平成25年 6月 5日 

～平成25年11月29日 

つくば中央３－４Ｍ棟他電気室受変電設備（コンデンサ）

改修工事 
株式会社明電舎茨城営業所 

平成25年 8月 9日 

～平成26年 1月24日 

つくば中央第５事業所エレベーター監視盤改修その他工事 東芝エレベータ株式会社東関東

支社 

平成25年 8月21日 

～平成26年 3月28日 

つくば中央本館他石綿含有吹き付け材除去その他改修工事 
株式会社小川建設東関東支店 

平成25年 9月18日 

～平成26年 3月28日 
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つくば中央３－１棟他石綿含有吹き付け材除去その他改修

工事 
松本建設株式会社 

平成25年 9月13日 

～平成26年 3月31日 

つくば中央５－１棟他石綿含有吹き付け材除去その他改修

工事 
株式会社小川建設東関東支店 

平成25年 9月13日 

～平成25年 3月25日 

つくば東－２Ａ棟他石綿含有吹き付け材除去その他改修工

事 
株式会社大鶴 

平成25年11月 5日 

～平成26年 3月27日 

つくば西－２Ａ棟他石綿含有吹き付け材除去その他改修工

事 
フジミビルサービス株式会社 

平成25年10月 2日 

～平成26年 3月28日 

つくば中央第１さくら館太陽光発電用パワーコンディショ

ナー改修工事 
イガラシ綜業株式会社 

平成25年10月18日 

～平成26年 3月31日 

臨海副都心センター本館４階サーバー室空調設備改修その

他工事 
株式会社エアコンサービス 

平成25年 4月15日 

～平成25年 7月26日 

関西センター電気設備改修工事 
大浪電設株式会社 

平成25年 5月24日 

～平成25年 9月30日 

関西センター先端材料合成実験棟他蓄電池等改修工事 
大浪電設株式会社 

平成25年 9月12日 

～平成25年 2月14日 

 

②石綿関連改修 

(1)目的 

 石綿含有吹き付け材及び関連する設備の改修。 

(2)整備費用 0.1億円（平成25年度施設整備費補助金） 

工事発注：産業技術総合研究所 研究環境安全本部 研究環境整備部 

工事件名 施  工 工  期 

つくば東－４Ｅ棟石綿含有吹き付け材除去その他改修工事 
株式会社篠崎工務店 

平成25年12月17日 

～平成26年 3月20日 
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②【環境安全管理部】 
（Safety and Environmental Management Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：26名（11名） 

概 要： 

 環境安全管理部は、研究所の環境及び安全衛生の管

理並びに防災対策等に関する業務を行っている。環境

及び安全管理は、産総研で働く職員のみならず周辺住

民の環境及び安全にも関わる重要な事項である。また、

産総研の組織にとっても生命線であり、あらゆる種類

の事業を実施するにあたって最優先事項であると位置

付けている。 

 環境安全管理部は、産総研環境安全憲章に記載する

基本的活動理念を実現、遂行するために、他の関連部

署との密接な連携と協力のもと、安全で快適な研究環

境を創出し、これを確保することを最上の活動目的と

している。この目的を実現するため、安全ガイドライ

ンやマニュアル等の整備と普及、環境安全関連の施設

及び設備整備と改善等のハード及びソフト両面での積

極的活動を行うとともに、環境影響低減化に向けた活

動及び事故発生数抑制のため全職員の環境安全に対す

る意識の向上を図る活動を重点的に行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［環境安全管理部］       

部 長  飯田 光明    

次 長  丸山 明彦 

部総括  草間 常夫 

 

［安全衛生管理室］ 

  室 長  安富 正 

総括主幹 森本 研吾 

総括主幹 白波瀬 雅明 

総括主幹 長沢 順一 他 

   

［施設環境管理室］ 

  室 長  長山 隆久 

室長代理 冨澤 和男 他 

              

 ［ライフサイエンス実験管理室］ 

  室 長  石村 美雪 

  室長代理 飯田 和治 他 

               

［放射線管理室］ 

  室 長  上岡 晃 

室長代理 吉成 幸一 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
 

平成25年度の主な活動 

１．安全衛生管理体制の水準向上及び維持 

 １）安全衛生管理の徹底、強化等 

・安全衛生委員会（各事業所月1回）及びユニット長

巡視（年2回）の立会い、指導を行った。 

・グループ／チーム安全衛生会議（最低月1回）の実

施状況の把握及び実施の徹底、指導を行った。 

・高圧ガス及び薬品管理に関する安全講習会を各事業

所において実施した。 

・事故、ヒヤリハット報告の原因分析等を行い、再発

防止策等の周知及び安全意識の醸成等による事故低

減の対策を行った。 

・安全ガイドラインについて、適宜法改正の反映や実

状にあわせた新たな対策の追加等の改定を行った。 

・資格取得講習会や安全教育の企画及び開催を行った。 

２）環境安全マネジメントシステム（ESMS） 

・各事業所の内部監査に立会い、運用に関するアドバ

イスを行った。また、全国安全衛生管理担当者会議

において、各事業所における改善点や参考となる取

組み事例などの情報共有を図った。 

３）事故防止活動 

・全国総括安全衛生管理者補佐会議（月1回）を開催

し、事故ヒヤリハット報告及び環境安全に関する各

種情報等の共有及び周知を行った。 

・全国安全衛生管理担当者会議（年2回）を開催し、

安全衛生に関する意見交換及び情報共有を行った。 

・全国の地域センター所長及び管理監と TV 会議によ

る安全管理報告会（毎朝）を実施した。また、報告

事項を毎月取りまとめ、各事業所の事業所会議等を

経由して職員等全員へ周知した。 

２．環境影響低減化活動 

・水質汚濁防止法、下水道法、労働安全衛生法等の法

令に基づく特定施設等の届出を行った。 

・廃棄物処理を委託している中間処理場及び最終処分

場の現地調査を実施した。 

・水質汚濁防止法にかかる特定施設の点検を、地域セ

ンター及びつくばセンターにおいて実施した。 

・有害物質の漏えい・流出を想定した緊急事態対応訓

練を6事業所で実施した。 

３．個別事項の法令遵守並びに施設、設備及びシステム

の整備、運用 

 環境や化学物質等の関連法規を遵守するため、危険

物、高圧ガス、ライフサイエンス実験、放射線管理等

の個別事項の管理監督、薬品・ボンベのデータベース

による管理を実施した。 

 １）化学物質管理 

 ・薬品ボンベ管理システムを用いて、消防法、建築基

準法、高圧ガス保安法等の法令遵守状況を監視し、

管理状況について各事業所の総括安全衛生管理者あ

てに報告を行った。 
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・ユニットに配置されている薬品取扱責任者を通して、

法改正情報の周知、危険薬品等の減量化等の薬品管

理の徹底を推進した。特に、毒物劇物及び水銀使用

機器の削減を重点的に実施した。また、研究成果物

等の外部提供に際して、法令遵守の確認を行うため

の新たな業務フローを構築し運用を開始した。 

２）ライフサイエンス実験管理 

・ライフサイエンス実験の倫理面及び安全面から、実

験計画を審議する7つの委員会の運営を行うととも

に、ヒト由来試料実験、組換え DNA 実験、動物実

験及び生物剤毒素使用実験現場の実地調査を実施し

た。 

・人間工学実験計画書の申請方法を変更し、チェック

シートによる申請の要否判定及び実験内容に沿った

申請書様式を指定することにより、申請書作成の負

担軽減を行った。また、臨床研究指針等の改訂を見

据え、医工学応用実験取扱要領の運用変更を行った。 

・組換え DNA 実験、動物実験及び微生物実験並びに

ヒト由来試料実験、人間工学実験、医工学応用実験

の従事者向けの教育訓練を実施した。 

３）放射線管理 

・放射線業務従事者等の一元管理を継続して実施し、

一層の効率化を推進するために管理システムの改修

を行った。 

・放射線業務従事者、エックス線装置の使用者等に対

する教育訓練を実施した。 

・各事業所における放射線管理体制を強化するため、

放射性物質の使用及び管理に関する現地調査を行い、

法令遵守状況に問題が無いことを確認した。 

つくばセンターに集約化した核燃料物質の法的管理

を継続して行った。 

・放射線管理業務の効率化について、中部センター放

射線発生装置使用施設の廃止を完了させるとともに、

つくば及び北海道センターの放射線関連施設の廃止

の検討を開始した。また、防護対象核燃料物質の外

部移管に向けた手続きを推進した。さらに、平成24

年度に実施した核燃料物質の集約化に伴い、4事業

所（つくば中央第3及び西、関西センター、四国セ

ンター）の核燃料施設廃止手続きを進めた。 

・福島第一原子力発電所内での廃炉関連技術に関する

研究について、法令に基づく個人の被ばく管理、及

び研究現場での安全管理体制の確認を実施すること

により、研究実施を支援した。 

４）施設の維持保全 

・つくばセンターにおける施設、設備及び植栽に係る

維持管理並びにエネルギー供給施設及び廃水処理施

設の運営管理を行った。また、つくばセンターにお

ける都市ガス設備の縮小について方針を策定した。 

・施設設備の維持管理・修繕に関しては、安全を確保

し必要な機能を発揮させるために、不具合箇所対応

の優先順位判定を行うとともに、品質とコストの調

和を考慮して維持管理や修繕予算の措置を行った。 

・特別高圧受変電設備及び研究廃水処理施設等の改修

実施に参画し、維持運営、法令対応及び環境保全の

観点から指導を行った。 

５）セキュリティ対策 

・セキュリティ設備の維持保全に努めるとともに、全

国的な老朽化設備の改修に向けて方針を策定し、改

修に着手した。 

４．防災及び地震対策 

・地域センター及びつくばセンターにおいて防災訓練

を実施するとともに、訓練結果等を踏まえ、つくば

センター防災業務マニュアルの見直しを行った。 

・緊急地震速報の全国訓練を機会に、防災対応マニュ

アル及び産総研業務継続計画（BCP）で定める安

否確認の訓練を実施した。 

・産総研業務継続計画（BCP）の策定業務に参画し

た。 

・つくばセンターの防災用品（防災用備品、消耗品、

食料等）の備蓄マニュアルを策定し、食糧の一括調

達の実施等により備蓄品の標準化を推進した。 

５．その他 

・カルタヘナ法違反の再発防止策として、試薬購入時

の注意及び用いた試薬や器具等の不活化処理を周知

徹底し、実験現場の視察により指導を行った。 

 

③【研究環境整備部】 
（Research Facilities Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：21名 

概 要： 

 研究環境整備部は、世界的にも高い競争力を維持し、

多様な産業技術の研究開発を推進する公的研究所とし

て、安全で良好な研究環境を継続的に提供するため、

その中核となる施設・設備の効率的かつ機動的な整備

に努めている。この様な観点から、長期施設整備計画

（マスタープラン）等を踏まえた計画的な施設整備を

実施するとともに、営繕業務の品質向上及び効率的・

効果的な業務に努めている。また、営繕業務に起因す

る事故・ヒヤリハットの低減に向けた措置を講じてき

ている。 

 また、産総研発足後、営繕業務は産総研の「自主営

繕」として実施しているが、業務推進における品質向

上のため、専門家集団の育成に取り組み、体制の強化

を図っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2014/3/31現在） 

 

［研究環境整備部］   

部 長  久保田 喜嗣 

次 長  池田 正樹 

 部総括  望月 経博 

 

 ［技術管理室］ 

室 長  榊原 修 他 

 

 ［施設整備室］     

室 長   石川 裕 

  総括主幹 小野 一洋 他 

---------------------------------------------------------------------------
平成25年度の主な活動 

 新たな研究開発新拠点の円滑な整備や老朽化対策を含

む施設整備計画について、迅速かつ適切に実施するとと

もに、主に以下の業務を行った。 

１．「福島再生可能エネルギー研究開発拠点」施設整備

業務 

・「福島再生可能エネルギー研究開発拠点」建設工事

において、適切な監理・監督を行い、事故による工

事の遅延防止並びに高品質な施工の確保を図るとと

もに、安全で環境に配慮した研究施設を計画どおり

に完成させた。（実験別棟：平成25年10月、研究本

館：平成26年1月完成） 

・「A 区画整備建設工事・電気設備工事・機械設備工

事」、「再生可能エネルギー備蓄回生システム設置工

事」、「風力発電設備設置工事」、「太陽光発電設備工

事」等について、適切な工事監理・監督により、計

画通りの施設を完成させた。 

 

２．研究拠点の再構築及び老朽化対策にかかる施設整備

業務 

・研究拠点の再構築として、北海道、東北、つくば、

関西、九州の各センターにおいて、経済性を考慮し

つつ、エネルギー効率が高く、かつ汎用性の高い研

究施設の設計を行い、計画通り建設に着手した。 

・前例のない予算規模の老朽化対策事業において、施

設維持管理コストの低減、安全確保、環境保全に配

慮した設計を行うとともに、研究活動への影響の最

小化を図りつつ、つくば中央・東地区特高受変電設

備、つくば中央地区北・東地区研究廃水処理施設、

各事業所電源盤等の大規模研究インフラ施設の改修

工事に着手した。 

 
④【情報環境基盤部】 
（Intelligent Information Infrastructure Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1、先端情報計算センター棟 

人 員：16名（3名） 

概 要： 

 情報環境基盤部は、我が国有数の情報技術に関する

研究を行っている産総研の特長を最大限に活かし、最

先端の技術の知見を用いて、全所的な情報ネットワー

クの構築・管理、情報セキュリティポリシーの運用、

及び基幹業務システムの構築・管理・支援を実施して

いる。また、産総研の情報基盤の高度化を図り、より

生産的な研究活動と円滑で効率的な業務推進を支援す

る役割を担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[情報環境基盤部] 

部 長  坂上 勝彦 

次 長  正木 篤 

（情報基盤再構築特任チーム長）小方 一郎 

（総括チーム長）宮本 哲 

（情報セキュリティチーム長）坂上 勝彦 

（情報ネットワークチーム長）武井 勇二郎 

（イントラ基盤チーム長）正木 篤 

（業務システム管理チーム長）坂 勝美  他 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成25年度の主な活動 

 情報基盤再構築特任チーム、総括チーム、情報セキュ

リティチーム、情報ネットワークチーム、イントラ基盤

チーム、業務システム管理チームの6チーム体制で、下

記の業務を実施した。 

１．情報セキュリティの向上 

・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一規

範」（情報セキュリティ政策会議決定）との整合性

を図るため、情報セキュリティポリシー（基本方針、

規程、要領、実施ガイド）の改訂案を作成した。 

・情報セキュリティ意識の啓発、確認のための自己点

検（セルフチェック）と個人情報保護セルフチェッ

クの実施率を改善した。 

・産総研の情報セキュリティ対策の PDCA サイクル

を確立するため、研究推進組織等に対して情報セキ

ュリティ監査及び外部公開サーバの脆弱性診断を実

施した。また、前年度の監査対象について改善確認

（フォローアップ監査）を実施した。 

・情報セキュリティを効果的、効率的に行うため、ネ

ットワークセキュリティ管理監視サービスを導入し、

インターネット通信を一元的に監視する体制を構築

した。 

２．基幹業務システムの運用、保守、管理 

・基幹業務システムの更新にあたり、新技術の採用や

ライセンスコストの抑制等の工夫を施した設計とし、

本格稼働に向けた導入作業を実施した。 

・関西センターに災害対策システムを構築する作業に
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着手した。 

・情報システム開発・改修に対し、新スキームの一層

の浸透と実施の徹底を図った。 

 

⑤【情報化統括責任者】 
(Chief Information Officer） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

概 要： 

 情報化統括責任者（CIO）は、産総研の情報化戦略

の企画及び立案並びに研究所の情報化に関する業務の

統括をミッションとしている。そのため、(1) 電子行

政推進国・独立行政法人等協議会を通じて、情報化に

関して政府との調整を行うこと、(2) 産総研の情報化

戦略委員会を主宰して、情報化戦略及び情報化に関す

る重要事項を審議し、情報化関連予算の調整、情報シ

ステムによる業務効率化・高度化を行うこと等を実施

している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

情報化統括責任者   （兼）島田  広道 

情報化統括責任者補佐 （兼）坂上 勝彦 

           （兼）正木 篤 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成25年度の主な活動 

情報セキュリティ維持、向上のため、標的型ウィルス

等の新たな脅威に対する、効果的、効率的な技術の導入

を決定した。また、業務継続計画の具現化のため関西セ

ンターに災害対策システムの構築を決定した。 

 

６）総務本部（General Affairs Headquarters） 
①【業務推進支援部】 

（General Affairs Support Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 
人 員：11名 

概 要： 

 業務推進支援部は、産総研の庶務、研究支援事務、

業務効率化に係る基本方針の企画、立案及び総合調整

等に関する業務を行っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

[業務推進支援部]       部長     向坪 均 

         

[支援企画室]    室長      中山 一彦 他 

[支援業務室]    室長      関根 英二 他 

[情報公開・個人情報保護推進室] 
        室長(兼)  関根 英二 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
支援企画室（Support Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

１．研究支援事務及び庶務等の業務の企画及び立案並

びに総合調整に関すること。 

２．研究業務推進部等における業務の総合調整に関す

ること。 

３．外部機関による検査及び監査への対応に関するこ

と。 

４．研究所の業務効率化の推進に関すること。 

５．研究所の業務であって、他の所掌に属しないもの

に関すること。 

 

支援業務室（General Affairs Support Office） 
（つくば中央第2） 

概 要： 
１．つくば本部の役員の秘書業務に関すること。 

２．つくば本部において開催される理事長が主宰する

会議の庶務に関すること。 

３．文書及び公印に関すること(他の所掌に属するも

のを除く。)。 

４．職員等の勤務及び服務管理に関すること（他の所

掌に属するものを除く。）。 

５．外国人研究者の支援及び産総研インターナショナ

ルセンターに関すること。 

６．役職員等及び研究所の業務を行う者であって役職

員等以外の者の外国派遣の渡航手続に関すること

（他の所掌に属するものを除く。）。 

 
情報公開・個人情報保護推進室 
（Disclosure and Personal Information Protection  
Promotion Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 
１．研究所の情報公開に係る基本方針の企画及び立案

並びに総合調整に関すること。 

２．研究所の情報公開の実施等に関すること。 

３．研究所の保有する情報の公開及び提供の推進に関

すること。 

４．研究所の個人情報保護に係る基本方針の企画及び

立案並びに総合調整に関すること。 

５．研究所の個人情報の本人開示の実施等に関するこ

と。 

６．研究所の保有する個人情報の保護の推進に関する

こと。 

 

②【人事部】 
（Human Resources Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 



事業組織・本部組織業務 

(982) 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第2、 

    つくば中央第4 

人 員：63名（6名） 

 

概 要： 

人事部は、研究所の人事、労務、福利厚生に係る

業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［人事部］ 

   部   長 岸本 道弘 

   審 議 役 小滝 義昭 

山田 家和勝 

        菊池 恒男 

   部 総 括 五十嵐 光教 

    

  ［人事室］    室長  田崎 英弘 他 

  ［勤労室］    室長 狩野 篤 他 

  ［人材開発企画室］室長 田村 正則 他 

  ［バリアフリー推進室］ 

室長（兼）五十嵐 光教 他 

［厚生室］    室長 戸田 昭彦 他 

［健康管理室］  室長 松本 卓 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
人事室（Personnel Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

①役職員の任用に関すること。 

②個人評価制度の構築、実施に関すること。 

③給与の支給に関すること。 

④人件費の把握、見通しに関すること。 

⑤兼業の許可に関すること。 

⑥栄典及び表彰に関すること。 

 

勤労室（Staff Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

①職員等の労働条件の基準に関すること。 

②労使関係に係る総合調整に関すること。 

③服務規律に関すること。 

④役職員等の懲戒等に関すること。 

 

人材開発企画室 

（Human Resources Development Planning Office） 
（つくば中央第2） 

概 要： 

①キャリアパス開発及び研修企画に関すること。 

②職員等の研修（計量研修センター及びイノベーショ

ンスクールの所掌に属するものを除く）の実施に関

すること。 

③その他人材開発に関すること。 

 

バリアフリー推進室（Barrier-free Promotion Office） 
（つくば中央第2、つくば中央第4） 

概 要： 

①障害者の雇用促進に関すること 

 

厚生室（Welfare Office） 

（つくば中央第1、つくば中央第2） 

概 要： 

①役職員等の福利厚生に関すること。 

 ②役職員等の災害補償に関すること。 

 ③宿舎に関すること。 

 ④職員等の退職の相談に関すること。 

 ⑤経済産業省共済組合に関すること。 

 ⑥職員等の社会保険事務に関すること。 

 

健康管理室（Healthcare Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①役職員等の健康診断、健康管理及び保健指導に関す

ること。 

 ②職員等のメンタルヘルスに関すること。 

 ③産業医に係る業務に関すること。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 業務報告データ 

年度特記事項 

１．平成25年度採用実績 

①事務職員                           27名 

②研究職員（パーマネント）        12名 

③  〃  （招聘型任期付）         0名 

④  〃  （博士型任期付）        67名 

⑤  〃  （研究テーマ型任期付）      1名 

        計            107名 

 

２．平成25年度研修実績 

 コース 実施回数 受講者数 

①職員等基礎研修 

（e-ラーニング） 

2 3回 446名 

②階層別研修 17 18回 635名 

③プロフェッショナ

ル研修 

16 93回 433名 

合  計 35 114回 1,514名 

 
③【財務部】 
（Financial Affairs Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：41名 
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概 要： 

 財務部は、独立行政法人制度の趣旨に則り、研究支

援の高度化及び組織運営の高度化を、財務及び会計に

係る諸施策を通じて実現することにより、産総研ミッ

ションの遂行に寄与することとしている。 

 なお、財務及び会計に係るコンプライアンスとリス

ク管理を適切に行いつつ支援業務を遂行するため「財

務室、経理室、出納室及び調達室」を配置している。 

 

＜平成25年度活動トピックス＞ 

○中部センター瀬戸サイトの国庫納付 

 独立行政法人通則法（平成11年7月16日法律第103

号）第46条の2第1項に基づき、中部センター瀬戸サイ

ト（愛知県瀬戸市）の土地、建物及び附帯設備につい

て、平成26年3月31日に現物による国庫納付を行った。

（減資額：1,032,033,606円） 

○研究開発拠点等の整備に係る減損の認識 

 次世代蓄電池やナノテクノロジー、健康医療などの

クリーンかつ経済的なエネルギー需給、健康寿命世界

一に貢献する研究拠点等を整備する。 

経年劣化による老朽化が顕著であるなど倒壊等によ

る危険防止等に鑑み、研究施設及び附帯設備18棟を閉

鎖することを決定した。 

（資産減損損失累計額 612百万円） 

（損益外減損損失累計額 587百万円） 

○契約審査委員会の充実化 

 契約監視委員会の意見を踏まえ、地域センターで開

催される契約審査委員会にも可能な限り契約審査役が

出席することとした。 

 あわせて、審査対象案件の基準額について、前年度

の契約件数の上位一割の案件が対象となる金額まで審

査対象の基準額を引き下げ、契約審査役による審査を

実施した。 

○障害者優先調達法の適用 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達

の推進等に関する法律」に基づき、産総研として、平

成25年度における「障害者就労施設等からの物品等の

調達の推進を図るための方針」を定め、実施してきた

ところ。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

［財務部］       部長   小林 勝則 

           部総括  松崎 一秀 

            

［財務室］    室長  関 浩之    他 

［経理室］    室長  山口 洋二  他 

［出納室］    室長  新井 清和  他 

［調達室］     室長  吉成 美智夫 他 

------------------------------------------------------------------------- 
 

財務室（Finance Office） 

 

概 要： 

 財務及び会計に係る業務の企画及び立案並びに総合

調整、予算のとりまとめ、予算の分野別情報の管理、

余裕金の運用、資金の借入及び償還、年度計画に基づ

く実行予算の配賦の計画及び示達、予算の執行管理、

財務及び会計に係る制度の整備、運用及び推進、財務

及び会計に係る業務の審査、財務分析、財務及び会計

に係る業務であって、他の所掌に属しないものに関す

る業務を行っている。 

○収入件数 約7,200件、収入金額 約940億円。 

 

経理室（Accounting Office） 

 

概 要： 

 決算、消費税の確定申告、計算証明、財務会計シス

テムの管理、有形固定資産の管理（他の所掌に属する

ものを除く。）に関する業務を行っている。 

 

出納室（Treasury Operations Office） 

 

概 要： 

 資金計画、金銭の支払、出納及び保管、税務、旅費

の支給に関する業務を行っている。 

○支払件数 約14万件、支払金額 約1,007億円。 

○旅費件数 約7万8千件、支払金額 約23億円。 

 

調達室（Procurement Office） 

 

概 要： 

 物件の調達、物件の売払及び賃貸借等の契約、役務

の提供等の契約、調達物品等の市場調査、競争参加者

の資格審査、調達業務の調整、政府調達に係る協定に

基づく調達公告等の官報掲載、物件の調達等に係る監

督及び検査に関する業務を行っている。 

○全契約件数 約95,000件 

○政府調達協定の対象案件数 139件、約186.1億円 

○インターネット調達 

 単価契約を締結している電子購買業者の電子購買サ

イト上で、商品検索・注文を行い、翌日又は翌々日に

は指定場所まで納品され、支払は毎月一括というスキ

ームのインターネット調達を運用している。オフィス

用品（約34,000品目）、理化学用品（全般）、電子部品

（約72,000品目）、試薬類（全メーカー）、書籍（全

般）、雑貨（約141,000品目）の物品が調達可能。利用

件数約5.3万件、利用金額約8.5億円。 

○グリーン購入法の適用 

 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律」に基づき、産総研として、平成25年度における
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「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定め、

取り組んでいる。 

 
④【ダイバーシティ推進室】 
（AIST Diversity and Equal Opportunity Office） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：4名（3名） 

概 要： 

 ダイバーシティ推進室は、性別、国籍、年齢等にか

かわりなく個人の能力を存分に発揮できる環境の実現

を目指し、所内システムの改善や職場環境の整備を進

めるため、多様性活用（以下ダイバーシティ）の推進

に係る業務を行う。 

 

【平成25年度の主な活動】 

「産業技術総合研究所第3期中期目標期間（平成22

～26年度）におけるダイバーシティの推進策」のアク

ションプランにより、職員の多様な属性がもたらす価

値・発想を活かすダイバーシティを目指して、関係部

署等と連携して以下の活動を実施した。 

●ダイバーシティ意識の啓発・浸透  

ダイバーシティに関するシンポジウムを「日本を元

気にする産業技術会議」と共催で行った。所内研修に

おいてダイバーシティについての講義を実施した。ま

た、産総研におけるダイバーシティ推進の各種取り組

みやワーク・ライフ・バランス進展の状況等を、所内

イベント及び学会において成果発信するとともに、報

道機関の取材を通して活動を紹介した。 

●女性研究者及び外国人研究者の積極的な採用・活用 

女性候補者の募集を促進するため、各分野採用担当

者に対し採用状況のデータを提示した。また、所内の

外国人研究者へ聞き取り調査し、課題の把握と支援策

を検討した。外国人研究者向けの業務手続きマニュア

ル（日・英）等を作成しイントラに公開した。日本語

の業務支援が必要なグループ長及びチーム長へ事務職

員の配置を検討し、平成26年度から試行配置すること

とした。 

●キャリア形成支援における共同参画のための方策 

女性リーダーによる特別シンポジウム、懇談会及び

女性事務職のための交流会を開催した。キャリアパス

事例をまとめた女性研究者マルチロードマップデータ

の拡充を行った。 

●仕事と生活の調和のための支援 

外部専門家及び産総研研究者による介護支援に関す

るセミナーを開催した。イントラにおける育児・介護

支援に関する情報発信や情報交換の場の維持管理を行

った。 

●国、自治体及び他の研究教育機関等との連携 

 つくば市の男女共同参画審議会委員やつくば市主催

イベントの実行委員を務める等連携協力を行った。ダ

イバーシティ・サポート・オフィス（DSO）の事務

局として、懇話会開催、ニュースレターの発行等、男

女共同参画推進及び参加する研究教育機関間の連携を

深めた。新たに2機関の参画を得た。 

●ダイバーシティの総合推進 

ダイバーシティ推進委員会を2回開催した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在の役職者名） 

 

室  長 山田 理 

総括主幹 菅澤 正己 

総括主幹 金 奉根 

 

７）評価部（Evaluation Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：20名（17名） 

概 要： 

 評価部のミッションは、①研究ユニット及び研究関

連等業務の活動の活性化・向上を促すこと、②評価結

果を経営判断に活用し自己改革に適切に反映すること、

③評価結果を公開して透明性の確保と国民の理解を促

し説明責任を果たすことである。 

 評価結果は理事長に報告するとともに、社会や国民

への説明責任と併せて、産総研の活動についてより広

い理解が得られるよう、評価報告書として刊行する。 

１．研究ユニット評価 

 第2期中期目標期間から導入したイノベーション

の創出に資することを重視した「アウトカムの視点

からの評価」を引き続き継続し、外部委員による評

価のさらなる充実、評価内容の見直し等の改善を行

い、研究ユニット評価を実施した。 

 研究ユニット毎に研究ユニット評価委員会（外部

委員と内部委員で構成）を設置して、研究ユニット

評価及び研究ユニット評価フォローアップを行った。

外部委員は延べ229名、内部委員は延べ80名であっ

た。 

１）研究ユニット評価 

 「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマッ

プ」、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウ

トプット」、「イノベーション推進への取り組み」、

「研究ユニット運営の取り組み」について評価を

行い、評点とコメントによる評価を実施した。本

評価は隔年度実施であり、本年度は11研究ユニッ

トを対象とした。 

２）研究ユニット評価フォローアップ 

 研究ユニット評価を実施しない年度には評価委

員との「意見交換」あるいは「開始時意見交換

会」を実施し、研究ユニット評価の信頼性の向上
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を図るとともに、評価委員の評価対象の把握と理

解の機会の拡大を図った。本年度は29研究ユニッ

トを対象とした。 

２．研究ユニット活動総括・提言 

 外部委員からの評価を強化した研究ユニット評価

の結果等に基づき今後の研究、組織のあり方を提言

する「研究ユニット活動総括・提言委員会」を開催

した。本年度は28研究ユニットを対象とした。 

３．研究関連等業務活動評価 

 研究関連等業務活動の評価について、第3期中期

目標期間では、１）イノベーション推進、産業人材

育成等に係わる業務、２）地域活性化に係わる業務 

を対象に評価を行う。 

 本年度は、イノベーション推進本部、つくばイノ

ベーションアリーナ推進本部及び広報部におけるイ

ノベーション推進、産業人材育成等に係る業務を対

象に実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

評価部 部長   （兼）島田 広道 

首席評価役 阿部 修治、永壽 伴章、 

栗本 史雄、竹内 浩士、 

      挾間 壽文、檜野 良穂、 

      本間 一弘 

次長    遠藤 秀典 

審議役   高橋 正春、中村 徳幸 

室長    中田 功一、秋道 斉 

--------------------------------------------------------------------------- 
評価企画室（Evaluation Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 評価に係る業務の企画及び立案並びに総合調整に関

する業務を行う。研究推進に係る活動以外の評価に関

する業務を行う。評価に係る業務であって、他の所掌

に属しないものに関する業務を行う。 

 

研究評価推進室（Research Evaluation Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 研究推進に係る活動の評価に関する業務を行う。 

 

業務報告データ 

平成24年度研究ユニット評価報告書（平成25年4月） 

＊産総研公式ホームページから閲覧可能 

（http://unit.aist.go.jp/eval/ci/report.html） 

 

８）広報部（Public Relations Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2、つくば中央第1 

人 員：23名（4名） 

概 要： 

広報部は、産業技術や国民生活の向上に貢献する

ことを目的として、報道発表、ホームページ、広報

誌、パンフレット、所内公開、イベント出展等の広

報活動を通じ、広く国民に対して研究所の研究成果

を分かりやすい情報として提供している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［広報部］ 部長  （兼）瀬戸 政宏  

   部総括  宮本 晃之 

   審議役  石井 武政 

   審議役  多屋 秀人 

   総括主幹 下村 正樹 

   総括主幹 梶原 茂 

   主幹   小笠原 啓一 

   キャリア主幹 並木 壯壽 

   キャリア主幹 馬塲 正行 

  ［広報企画室］ 室長 亀卦川 広之 他 

  ［報道室］   室長 目黒 卓男 他 

  ［広報制作室］ 室長 河合 健二 他 

  ［科学・技術コミュニケーション室］ 

          室長 田沼 弘次 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
広報企画室（Public Relations Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

広報企画室は、広報の基本方針の企画・立案、並

びに広報部の業務を総括している。 

 

報道室（Media Relations Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

報道室は、報道発表を中心にマスメディア対象の

広報活動に関する業務を行っている。 

 
広報制作室（Website and Publication Office) 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 広報制作室は、コーポレートアイデンティティの活

用とコーポレートコミュニケーションの企画及び推進、

情報ネットワークを用いた研究成果の発信、データベ

ースを用いた研究成果の提供、広報誌・刊行物その他

印刷物の編集や発行及び頒布、映像及び広報のための

画像の制作に関する業務を行っている。 
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科学・技術コミュニケーション室 

（Science Communication Office） 

（つくば中央第2、つくば中央第1） 

概 要： 

科学・技術コミュニケーション室は、つくばセン

ターに設置された常設展示施設「サイエンス・スク

エアつくば」の運営、所内公開等の企画・運営、外

部イベントへの出展、見学対応などの業務を行って

いる。 

 

１）報道関係 
平成25年度プレス発表件数（ユニット別） 

所 属 名 
発表

件数 

企画本部 2 

糖鎖医工学研究センター 2 

生命情報工学研究センター 1 

生産計測技術研究センター 2 

ナノチューブ応用研究センター 6 

活断層・地震研究センター 1 

触媒化学融合研究センター 2 

コンパクト化学システム研究センター 1 

ナノスピントロニクス研究センター 4 

集積マイクロシステム研究センター 4 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 2 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 2 

太陽光発電工学研究センター 5 

計測標準研究部門 2 

地圏資源環境研究部門 1 

知能システム研究部門 3 

計測フロンティア研究部門 2 

先進製造プロセス研究部門 3 

サステナブルマテリアル研究部門 4 

地質情報研究部門 2 

環境管理技術研究部門 1 

環境化学技術研究部門 2 

エネルギー技術研究部門 1 

情報技術研究部門 1 

安全科学研究部門 1 

バイオメディカル研究部門 3 

健康工学研究部門 1 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 4 

ナノシステム研究部門 5 

生物プロセス研究部門 4 

電子光技術研究部門 3 

ナノエレクトロニクス研究部門 12 

セキュアシステム研究部門 1 

ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画室 1 

地質分野研究企画室 1 

地質標本館 1 

計測・計量標準分野研究企画室 1 

産学官連携推進部 5 

つくばイノベーションアリーナ推進本部 2 

総計 101 

＊発表件数は94件。
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平成25年度取材対応件数（所属別） 

所 属 名 発表 

理事 14 

顧問 1 

企画本部 2 

広報部 7 

国際標準推進部 1 

糖鎖医工学研究センター 3 

生命情報工学研究センター 4 

生産計測技術研究センター 2 

ナノチューブ応用研究センター 6 

活断層・地震研究センター 124 

メタンハイドレート研究センター 14 

バイオマスリファイナリー研究センター 1 

創薬分子プロファイリング研究センター 10 

触媒化学融合研究センター 5 

再生可能エネルギー研究センター 17 

コンパクト化学システム研究センター 3 

ナノスピントロニクス研究センター 2 

幹細胞工学研究センター 7 

デジタルヒューマン工学研究センター 23 

集積マイクロシステム研究センター 7 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 15 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 7 

太陽光発電工学研究センター 14 

計測標準研究部門 22 

地圏資源環境研究部門 94 

知能システム研究部門 100 

計測フロンティア研究部門 3 

ユビキタスエネルギー研究部門 4 

先進製造プロセス研究部門 20 

サステナブルマテリアル研究部門 9 

地質情報研究部門 135 

環境管理技術研究部門 20 

環境化学技術研究部門 3 

エネルギー技術研究部門 9 

情報技術研究部門 21 

安全科学研究部門 23 

バイオメディカル研究部門 17 

健康工学研究部門 7 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 52 

ナノシステム研究部門 9 

生物プロセス研究部門 7 

電子光技術研究部門 6 

ナノエレクトロニクス研究部門 9 

セキュアシステム研究部門 23 

フェロー 16 

情報通信・エレクトロニクス分野研究企画

室 
2 

所 属 名 発表 

ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企

画室 
1 

環境・エネルギー分野研究企画室 2 

地質分野研究企画室 1 

地質標本館 61 

計測・計量標準分野研究企画室 1 

地質調査情報センター 1 

計量標準管理センター 2 

サービス工学研究センター 9 

イノベーションスクール 4 

イノベーション推進本部 4 

産学官連携推進部 15 

国際部 1 

ベンチャー開発部 4 

つくばイノベーションアリーナ推進本部 15 

ダイバーシティ推進室 5 

つくば中央第三事業所 3 

北海道センター 10 

東北センター 2 

臨海副都心センター 6 

中部センター 3 

関西センター 2 

中国センター 1 

四国センター 1 

九州センター 12 

福島再生可能エネルギー研究所 9 

総計 1,075 

 

平成25年度マスコミ等報道数 

媒 体 名 件数 

新聞 朝日新聞 75 

  読売新聞 122 

  毎日新聞 89 

  産経新聞 75 

  日本経済新聞 157 

  日刊工業新聞 414 

  フジサンケイ ビジネスアイ 31 

  日経産業新聞 223 

  化学工業日報 221 

  科学新聞 62 

  他 1,278 

  計 2,747 

雑誌等   247 

TV／ラジオ NHK 104 

  民放 他 143 

  計 247 

WEB その他   1,830 

合計 5,071 
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２）主催行事等 

平成25年度講演会等実施一覧 

  開 催 日 名  称 主催等名称 

産総研 

とのか

かわり 

開 催 地 

会場都道

府県 
会 場 名 

1 2013.4.11 
第11回メタンハイドレート研究アライ

アンス講演会   

（独）産総研 メタンハイドレート研

究センター  
主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

2 2013.4.12 
第131回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

3 2013.4.22 
計測・診断システム研究協議会平成25

年度総会・講演会  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」  
主催  福岡県  

リファレンス駅東

ビル  

4 2013.4.23 GIC 第33回研修セミナー  GIC事務局  主催  宮城県  
仙台ガーデンパレ

ス  

5 2013.4.27 

出張サイエンスカフェ『スーパー植物

研究最前線』～植物の中で働く見えな

いアクセルとブレーキ～  

（独）産総研  主催  東京都  
多摩大学附属聖ヶ

丘中学高等学校  

6 2013.5.10 
第132回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

7 2013.5.10 第13回Clayteamセミナー  Clayteam  主催  東京都  
産総研 臨海副都

心センター 

8 2013.5.17 
オールジャパンでの創薬支援体制の構

築に向けて  

（独）医薬基盤研究所、（独）理化学

研究所、（独）産総研 
主催  大阪府  

千里ライフサイエ

ンスセンター 

9 2013.5.28 

第7回 窒化物半導体デバイスに関わる

超精密加工プロセス研究分科会 講演

会  

日本機械学会 情報・知能・精密機器

部門 
主催  京都府  コープイン京都  

10 2013.5.28 
第16回 精密加工プロセス研究会 講

演会  

日本機械学会 情報・知能・精密機器

部門 
主催  京都府  コープイン京都  

11 2013.5.30 
第4回ミニマル3DICファブ開発研究会 

講演会  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」プラズマ技術研究

会、ミニマル3DICファブ開発研究会 

主催  福岡県  八重洲博多ビル  

12 2013.5.30 第14回プラズマ技術研究会 講演会  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」プラズマ技術研究

会、ミニマル3DICファブ開発研究会 

主催  福岡県  八重洲博多ビル  

13 2013.6.4 中国地域産総研技術セミナー in 島根  （独）産総研 中国センター 
共同 

主催  
島根県  

テクノアークしま

ね  

14 2013.6.7 
日本ゾル-ゲル学会第10回セミナー【機

能性ナノスケール材料の最先端 】  
日本ゾル-ゲル学会  協賛  大阪府  

大阪府立大学 な

んばセンター 

15 2013.6.20 

第17回精密加工プロセス研究会講演会

第11回インスペクション技術研究会講

演会  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」 精密加工プロセ

ス研究会 

主催  福岡県  
TKP博多駅南会議

室  

16 2013.6.21 第１回AIST（産総研）セミナー  
（独）産総研 関西センター組込みシ

ステム産業振興機構  
主催  大阪府  関西経済連合会 

17 2013.6.30～2013.7.4 

The 32nd International Conference 
on Thermoelectrics（第32回熱電変換

国際会議）  

第32回熱電変換国際会議実行委員会 共催  兵庫県 神戸国際会議場  

18 2013.7.12 技術交流サロン（第1回）  （独）産総研 中国センター  主催  広島県  
ひろしまハイビル

21 

19 2013.7.12 
第134回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

20 2013.7.13 

33rd International Conference on 
Solution Chemistry (ICSC)Post-
symposium on Ionic Liquids From 
Science to Green Chemical 
ApplicationsJoint conference with the 
Ionic Liquid Research Association 
(ILRA), Japan and the Prioritized 
Research Program for the Future 
Generation, Kanazawa University  

第33回溶液化学国際会議およびイオン

液体研究会 
後援  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

21 2013.7.23 
研究成果発表会におけるポスターセッ

ション  
広島県西部工業技術センター  出展  広島県  

広島県西部工業技

術センター  

22 2013.7.24 
東北再生可能エネルギー研究会 平成25

年度第1回講演会  

産業技術連携推進会議 東北地域部会 

資源・環境・エネルギー分科会  
共催  宮城県  

仙台小田急ビル会

議室  

23 2013.7.24 
東北再生可能エネルギー研究会 第1回

幹事会・講演会  

産業技術連携推進会議 東北地域部会 

資源・環境・エネルギー分科会  
共催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  
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24 2013.7.25 

第5回 産総研北海道センター講演会

「食品成分の作用メカニズムの解明お

よび機能性食品の開発」  

（独）産総研 北海道センター、R&B
パーク札幌大通サテライト  

共催  北海道  
産総研 札幌大通

りサイト  

25 2013.7.26 GIC 第34回研修セミナー  GIC事務局  主催  宮城県  
産総研 東北セン

ター 

26 2013.7.26 
平成 25年度新技術セミナー in徳島

（LED技術交流セミナー）    

（独）産総研 四国センター、（一

財）四国産業・技術振興センター  
主催  徳島県  

徳島県工業技術セ

ンター  

27 2013.8.1～2013.8.2 日本ゾル-ゲル学会第11回討論会  日本ゾル-ゲル学会  協賛  広島県  
広島大学 東広島

キャンパス 

28 2013.8.5 
つくば発先端技術発表会 つくば発イノ

ベーション第23回講演会  
つくば市、（独）産総研 主催  茨城県  つくば市役所 

29 2013.8.8 
第135回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  福岡商工会議所 

30 2013.8.8～2013.8.26 
第135回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  福岡商工会議所 

31 2013.8.22 第2回AIST（産総研）セミナー  
（独）産総研 関西センター組込みシ

ステム産業振興機構  
主催  大阪府  

グランフロント大

阪北館 

32 2013.8.23 マイクロファクトリ技術交流会  
（独）産総研、岩手県工業技術センタ

ー  
共催  岩手県  

岩手県工業技術セ

ンター  

33 2013.8.26 中国地域産総研技術セミナー in 広島  

（独）産総研 中国センター、広島県

立総合技術研究所、（公財）ひろしま

産業振興機構、日本複合材料学会西部

支部  

共同主

催  
広島県  

広島ガーデンパレ

ス 

34 2013.8.27 第14回Clayteamセミナー  Clayteam  主催  宮城県  
TKPカーデンシテ

ィ仙台  

35 2013.8.29～2013.8.30 

平成25年度（第9回）九州・沖縄公設試

及び産総研九州センター研究者合同研

修会   

（独）産総研 九州センター、九州経

済産業局 地域経済部 技術企画課  
主催  佐賀県  武雄温泉ハイツ  

36 2013.8.30 技術交流サロン（第2回）  （独）産総研 中国センター  主催  広島県  
ひろしまハイビル

21 

37 2013.9.2 H25年度「FIB実践セミナー」  

文部科学省ナノテクノロジープラット

フォーム：筑波大学、東京工業大学、

物質・材料研究機構、（独）産総研 

共同主

催  
茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

38 2013.9.5 

NMIJ 標 準 物 質 セ ミ ナ ー  2013& 
#12316;きっと役立つ分析ノウハウと標

準物質&#12316;  

（独）産総研 計量標準総合センター  主催  千葉県  
幕張メッセ 国際

会議場 

39 2013.9.6 
第136回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会)  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

40 2013.9.11 

第18回精密加工プロセス研究会講演会

（第9回 窒化物半導体デバイスにかか

わる超精密加工プロセス研究分科会講

演会）  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」 精密加工プロセ

ス研究会  

主催  岡山県  岡山大学  

41 2013.9.13 技術交流サロン（第3回）  （独）産総研 中国センター  主催  広島県  
ひろしまハイビル

21 

42 2013.9.18 
広島市立大学2013年度リエゾンフェス

タ～広島ものづくり最先端～  
公立大学法人広島市立大学   主催  広島県  

広島市まちづくり

市民交流プラザ  

43 2013.9.19 第15回医療福祉技術シンポジウム  
産業技術連携推進会議 医療福祉技術

分科会、（独）産総研 

共同主

催  
東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

44 2013.9.19 

第10回ガスハイドレート産業創出イノ

ベーション講演会第12回メタンハイド

レート研究アライアンス講演会  

（独）産総研 メタンハイドレート研

究センター  
主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

45 2013.9.22 

県博日曜講座1 『早池峰山周辺の地質

について』2 『1/5万地質図幅「早池峰

山」について』  

岩手県立博物館、（独）産総研 地質

標本館  
共催  岩手県  岩手県立博物館 

46 2013.9.24 第4回講演会「車と情報セキュリティ」  （公社）自動車技術会  協力  神奈川県  株式会社小野測器 

47 2013.9.30 平成25年度「微細加工実践セミナー」  

文部科学省ナノテクノロジープラット

フォーム、微細加工プラットフォーム

東京工業大学、（独）産総研 

共同主

催  
茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

48 2013.10.4 
第137回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  福岡商工会議所 
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49 2013.10.7 第14回産学官連携フォーラム  

日本大学工学部工学研究所、（公財）

郡山地域テクノポリス推進機構郡山地

域ニューメディア・コミュニティ事業

推進協議会  

後援  福島県  
日本大学工学部50

周年記念会館  

50 2013.10.9 第5回産総研マグネシウムシンポジウム  

（独）産総研 サステナブルマテリア

ル研究部門（Tech Biz 2013 併催シ

ンポジウム）  

主催  愛知県  
ポートメッセなご

や  

51 2013.10.10 

講演会（多成分量子凝縮相での渦構造

について）Seminar (Vortex matter 
in multi-component Bose-Einstein 
condensate) 

（独）産総研 電子光技術研究部門 酸

化物デバイスグループ 
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

52 2013.10.21 第8回産総研レアメタルシンポジウム  
（独）産総研 レアメタルタスクフォ

ース  
主催  東京都  石垣記念ホール  

53 2013.10.21～2013.10.22 

The 6th International Symposium on 
Ultrafast Photonic Technologies 
(ISUPT2013)  第6回超高速フォトニ

ックテクノロジー国際シンポジウム  

（ 独 ） 産 総 研 、 東 北 大 学 、 The 
Institute of Optics at The University 
of Rochester, IDEX Corp.    

共同主

催  
アメリカ 

University of  
Rochester  

54 2013.10.24 

産 総 研 ・ 九 工 大 ・ 北 九 州 市

（ICSEAD）によるセミナー「オープ

ンリサーチによる環境エレクトロニク

ス研究と拠点化構想」  

（独）産総研、九州工業大学、国際東

アジア研究センター、北九州市  
主催  福岡県  

北九州学術研究都

市 産学連携セン

ター 

55 2013.10.24 

第14回産・学・官連携フォーラム「福

島の更なる飛躍に向けて！」～産総研

と地域企業との連携を目指して～  

日本大学工学部  後援  福島県  

日本大学工学部50

周年記念館（ハッ

トNE) 

56 2013.10.24 

産 総 研 ・ 九 工 大 ・ 北 九 州 市

（ICSEAD）によるセミナー「オープ

ンリサーチによる環境エレクトロニク

ス研究と拠点化構想」  

（独）産総研、九州工業大学、国際東

アジア研究センター、北九州市  
主催  福岡県  

北九州学術研究都

市 産学連携セン

ター 

57 2013.10.29 第3回AIST（産総研）セミナー  
（独）産総研 関西センター組込みシ

ステム産業振興機構  
主催  大阪府  

大阪大学 中之島

センター 

58 2013.10.31 

産総研オープンラボ2013イブニングカ

フェ｢世界で戦えるイノベーションリー

ダを育てる：5つの必須条件｣  

（独）産総研 イノベーションスクー

ル、広報企画室  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

59 2013.10.31 

福島再生可能エネルギー研究所シンポ

ジウム ― 新研究拠点で取り組む再生

可能エネルギー技術開発 ―  

（独）産総研 福島再生可能エネルギ

ー研究所  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

60 2013.11.1 
第137回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

61 2013.11.8 

計量標準フォーラム第 11回講演会 

NMIJ計量標準セミナー ～産業の安

全・安心を支える標準物質～  

（独）産総研 計量標準総合センター  主催  東京都  
大田区産業プラザ

PiO  

62 2013.11.10～2013.11.13 

「 2nd International Conference on 
Mechanoluminescence and Novel 
Structural Health Diagnosis」「第二

回 応力発光による構造体の新しい診

断フォーラム」  

運営委員会Tongji University, China
組織委員会、（独）産総研  

共催  中国 Tongji University  

63 2013.11.11 第15回Clayteamセミナー  Clayteam  主催  茨城県  
産総研 つくばセ

ンター 

64 2013.11.13 
平成25年度産総研・新技術セミナーin
高松  

（独）産総研 四国センター  主催  香川県  
香川県産業技術セ

ンター   

65 2013.11.15 炭素繊維シンポジウム  
（独）産総研、日刊工業新聞社、モノ

づくり日本会議  
主催  大阪府  

大阪科学技術セン

ター 

66 2013.11.18 

第19回精密加工プロセス研究会講演会

（第10回窒化物半導体デバイスにかか

わる超精密加工プロセス研究分科会講

演会）   

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」 
主催  福岡県  

リファレンス駅東

ビル  

67 2013.11.20 
平成25年度（第12回）地圏資源環境研

究部門研究成果報告会  
（独）産総研 地圏資源環境研究部門  主催  東京都  秋葉原ダイビル  

68 2013.11.20 
「バイオインフォマティクスとゲノム

医療：その課題と将来展望」  

（独）産総研 生命情報工学研究セン

ター、（公財）かずさDNA研究所 

ヒトゲノム研究部  

主催  東京都  
産総研 臨海副都

心センター 

69 2013.11.26～2013.11.27 
平成25年度イノベーションコーディネ

ータ表彰  
（独）科学技術振興機構  後援  滋賀県  

ピアザ淡海 滋賀県

立県民交流センター  
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70 2013.11.27 
平成25年度九州・沖縄 産業技術オープ

ンデー  

（独）産総研 九州センター、九州経

済産業局  
主催  佐賀県  

サンメッセ鳥栖、

産総研 九州セン

ター  

71 2013.11.27 
第12回 インスペクション技術研究会

講演会  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」 
主催  佐賀県  サンメッセ鳥栖  

72 2013.11.28 産総研技術セミナーin岡山  
（独）産総研 中国センター、岡山県

工業技術センター  

共同主

催  
岡山県  

岡山ロイヤルホテ

ル  

73 2013.12.2～2013.12.3 
ナノテク製造中核人材の養成プログラ

ム「成膜プロセス技術の最前線」講義  

（独）産総研 ナノエレクトロニクス

研究部門（ナノプロセシング施設）  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

74 2013.12.3 
産総研本格研究ワークショップinやま

ぐち  
（独）産総研 中国センター  主催  山口県  

山口グランドホテ

ル 

75 2013.12.4～2013.12.5 

産総研環境・エネルギーシンポジウム

シリーズ第5回メタンハイドレート総合

シンポジウム（CSMH-5）  

（独）産総研 メタンハイドレート研

究センター  
主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

76 2013.12.6 
第139回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

77 2013.12.6 新材料で構成する快適建築空間第5回  
（独）産総研 サステナブルマテリア

ル研究部門  
主催  東京都  

三会堂ビル 石垣

記念ホール  

78 2013.12.10 GIC 第35回研修セミナー  GIC事務局  主催  宮城県  
産総研 東北セン

ター 

79 2013.12.10 GIC 第35回研修セミナー  GIC事務局  主催  宮城県  
産総研 東北セン

ター 

80 2013.12.10 

産総研本格研究ワークショップin中部 

「イノベーションを牽引する連携研究 

－地域事業計画コアプランの実践ー」  

（独）産総研  主催  愛知県  
メルパルク 

NAGOYA  

81 2013.12.11 

第64回固体イオニクス研究会－ポスト

リチウムイオン電池用導電性材料の新

展開－  

日本固体イオニクス学会 協賛  大阪府  
産総研 関西セン

ター 

82 2013.12.11 

産総研関西センター研究講演会第9回

UBIQEN フォーラム蓄電池・燃料電

池関連技術の国際標準化― 新しい技

術の導入・普及と産業競争力強化のた

めに ―  

（独）産総研 関西センター 主催  大阪府  
千里ライフサイエ

ンスセンタービル 

83 2013.12.12 

「第364講習会「Excelでひもとくデジ

タル設計術～ここまでデキる○○

○」」  

（公社）精密工学会  協賛  東京都  
首都大学東京 南

大沢キャンパス 

84 2013.12.16 中国地域産総研技術セミナーin米子  
（独）産総研 中国センター、（地

独）鳥取県産業技術センター  

共同主

催  
鳥取県  

国際ファミリープ

ラザ  

85 2013.12.16 

第20回精密加工プロセス研究会講演会 

開催案内（第11回 窒化物半導体デバイ

スにかかわる超精密加工プロセス研究

分科会講演会）   

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」 
主催  福岡県  

ヒルトン福岡シー

ホーク  

86 2013.12.16 

第4回つくばイノベーションアリーナ

（TIA-nano）公開シンポジウム －

「つくば」から未来の産業へ－  

（独）産総研 つくばイノベーション

アリーナナノテクノロジー拠点運営最

高会議  

主催  東京都  

イイノホール＆カ

ンファレンスセン

ター 

87 2013.12.16 つくば発イノベーション第24回講演会  （独）産総研  主催  茨城県  
産総研 つくばセ

ンター 

88 2013.12.17 

最 先 端 研 究 開 発 支 援 プ ロ グ ラ ム

（FIRST）採択課題「グリーン・ナノ

エレクトロニクスのコア技術開発」最

終成果報告会  

（独）産総研 連携研究体グリーン・

ナノエレクトロニクスセンター  
主催  東京都  

イイノホール＆カ

ンファレンスセン

ター  

89 2013.12.17 
計測・診断システム研究協議会平成25

年度第1回出前シンポジウム  
計測・診断システム研究協議会  主催  熊本県  

熊本市国際交流会

館  

90 2013.12.17 
計測・診断システム研究協議会平成25

年度第1回出前シンポジウム  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」 
主催  熊本県  

熊本市国際交流会

館  

91 2013.12.19 

ワークショップ「植物工場による物質

生産研究の最前線～医薬品原材料生産

の現状と展望～」  

経済産業省、（独）産総研 共催  東京都  
銀座フェニックス

プラザ 

92 2013.12.24 
第4回AIST（産総研）セミナー（セキ

ュリティセミナー）  

（独）産総研 セキュアシステム研究

部門、組込みシステム産業振興機構  
主催  大阪府  関西経済連合会 

93 2013.12.26 

第5回プラズマ医療・健康産業シンポジ

ウム、文部科学省・新学術領域研究

「プラズマ医療科学の創成」東京拠点

会議 

プラズマ医療健康産業フォーラム、

（独）産総研 
主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 
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94 2014.1.15 
第140回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

95 2014.1.16 
平成25年度「産総研・新技術セミナー

in西条（第2回）」  

（独）産総研 四国センター、（株）

西条産業情報支援センター  
主催  愛媛県  

西条市産業情報支

援センター 

96 2014.1.17 分子ロボティクス研究会  分子ロボティクス研究会  共催  茨城県  
産総研 つくばセ

ンター 

97 2014.1.20 
第47回 AIST・筑波大学・TCI ベンチ

ャー技術発表会  

筑波大学産学リエゾン共同研究センタ

ー、（独）産総研イノベーション推進

本部ベンチャー開発部、(株)つくば研

究支援センター   

共催  茨城県  
つくば研究支援セ

ンター 

98 2014.1.21 

平成25年度第2回「産総研・新技術セミ

ナーin高松」及びかがわ次世代ものづ

くり研究会ロボット分野 平成25年度 

第3回勉強会  

（独）産総研 四国センター  主催  香川県  
香川県産業技術セ

ンター 

99 2014.1.21 

平成25年度 産総研関西センター本格

研究ワークショップ ～蓄電池技術開

発におけるオープンイノベーション～  

（独）産総研 関西センター  主催  大阪府  
大阪科学技術セン

ター 

100 2014.1.23～2014.1.24 2013年度計量標準成果発表会  （独）産総研 計測標準研究部門  主催  茨城県  
産総研 つくばセ

ンター 

101 2014.1.27 H25年度「SPM実践セミナー」  
（独）産総研 ナノエレクトロニクス

研究部門ナノプロセシング施設  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

102 2014.1.28 

産総研 本格研究ワークショップin大
分「未利用エネルギー技術が拓くグリ

ーンテクノロジー」  

（独）産総研 主催  大分県  コンパルホール  

103 2014.1.29 

JIEP官能検査自動化研究会 第2回公

開研究会〈画像処理、粘着・接着評

価、外観検査の実際と最新技術動向〉   

(一社)エレクトロニクス実装学、

（独）産総研、計測診断システム研究

協議会・インスペクション技術研究会

協賛 

主催  東京都  
回路会館地下会議

室  

104 2014.1.30 
産総研シンポジウム「ナノテクノロジ

ーから見た3D造形ものづくり」  

（独）産総研 ナノテクノロジー・材

料・製造分野研究企画室  
主催  東京都  東京ビッグサイト  

105 2014.1.30 

平成25年度第2回次世代バイオナノ研究

会「マイクロ・ナノ空間の生体計測・

イメージング」  

（独）産総研 主催  東京都  東京ビッグサイト 

106 2014.2.3 第16回連携大学院産学間交流セミナー  
（独）産総研 九州センター、国立大

学法人佐賀大学 
主催  佐賀県  佐賀大学  

107 2014.2.4 
「再生可能エネルギー関連産業セミナ

ー～地中熱利用技術の基礎と応用～」  
（公財）東北活性化研究センター  共催  福島県  

ビッグパレットふ

くしま 

108 2014.2.5 

第8回 CMSI産官学連続研究会永久磁

石研究の最前線：計算科学的アプロー

チの課題と展望  

計 算 物 質 科 学 イ ニ シ ア テ ィ ブ

（CMSI)、（独）産総研  
共催  東京都  秋葉原ダイビル 

109 2014.2.6～2014.2.7 

産業技術連携推進会議 ナノテクノロジ

ー・材料部会、製造プロセス部会 合同

総会  

産業技術連携推進会議 ナノテクノロ

ジー・材料部会、製造プロセス部会  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

110 2014.2.7 
第141回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会）  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

111 2014.2.13 第16回Clayteamセミナー  Clayteam  主催  宮城県  
TKPカーデンシテ

ィ仙台  

112 2014.2.13 

第21回精密加工プロセス研究会講演会

（第12回窒化物半導体デバイスにかか

わる超精密加工プロセス研究分科会講

演会）  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」 
主催  福岡県  

リファレンス駅東

ビル  

113 2014.2.18 

つくば共用研究施設の活用によるイノ

ベーション創出～産総研・NIMS・筑

波大・KEKの共用研究施設利用説明会

＆見学ツアー～  

（独）産総研  TIA-nano推進協議

会、TIA-nano運営最高会議（TIA-

nano: つくばイノベーションアリー

ナナノテクノロジー拠点）  

主催  茨城県  つくば国際会議場  

114 2014.2.19 
NMIJ計測クラブ 力学量関連計測ク

ラブ合同会合 
（独）産総研 計量標準総合センター  主催  東京都  アジュール竹芝 

115 2014.2.25 
GIC 平成25年度報告総会および第36

回研修セミナー（特別講演会）  
GIC事務局  主催  宮城県  

TKPガーデンシテ

ィ仙台  

116 2014.2.25 

第3回電子光技術シンポジウム「電子と

光の融合を目指して －ネットワークか

らインターコネクションへ－」  

（独）産総研 電子光技術研究部門  主催  東京都  
秋葉原UDXギャ

ラリー  
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117 2014.2.27 

第6回産総研ナノシステム連携促進フォ

ーラム～計算シミュレーションの産業

普及を目指した基礎と応用の連携～   

（独）産総研 ナノシステム研究部門  主催  東京都  
秋葉原・コンベン

ションホール  

118 2014.2.27 平成25年度放射線担当者会議  産業技術連携推進会議  共催  宮城県  
産総研 東北サテ

ライト  

119 2014.2.28 
平成25年度 食品・バイオテクノロジ

ー技術研究会講演会  

産総研コンソーシアム「計測・診断シ

ステム研究協議会」 
主催  福岡県  

リファレンス駅東

ビル  

120 2014.2.28 産総研新技術セミナー  （独）産総研 四国センター  主催  高知県  
高知県工業技術セ

ンター 

121 2014.3.4 
東北再生可能エネルギー研究会 第2回

講演会  

産業技術連携推進会議 東北地域部会 

資源・環境・エネルギー分科会  
共催  秋田県  秋田ビューホテル  

122 2014.3.6 次世代ナノテクフォーラム2014  

（独）産総研 関西センター産業技術

連携推進会議近畿地域部会ナノテクノ

ロジー分科会  

主催  大阪府  
千里ライフサイエ

ンスセンター  

123 2014.3.7 
第142回産学官交流研究会 博多セミナ

ー（一金会)  

九州経済産業局、（独）産総研 九州

センター、(独)中小機構九州支部、

(一財)九州産業技術センター、(一社)

九州ニュービジネス協議会   

主催  福岡県  
中小企業基盤整備

機構九州本部 

124 2014.3.10 
平成25年度炭素繊維複合材料研究会講

演会in山口  

（独）産総研 中国センター、（地

独）山口県産業技術センター、産業技

術連携推進会議 中国地域部会、やま

ぐちブランド技術研究会  

共同主

催  
山口県  

（地独）山口県産

業技術センター 

125 2014.3.10 

第15回プラズマ技術研究会講演会、第5

回ミニマル3DICファブ開発研究会講演

会第、6回ミニマルファブ用プラズマプ

ロセス開発WG会議講演会、第17回 応用

物理学会プラズマエレクトロニクス分

科会、プラズマ新領域研究会講演会  

プラズマ技術研究会、プラズマプロセ

ス開発WG、ミニマル3DICファブ開発

研究会、応用物理学会プラズマエレク

トロニクス分科会 

主催  福岡県  
リファレンス駅東

ビル  

126 2014.3.11 第5回AIST（産総研）セミナー  
（独）産総研 関西センター組込みシ

ステム産業振興機構  
主催  大阪府  

大阪大学中之島セ

ンター 

127 2014.3.12 
第8回産総研北海道センター講演会「北

海道水産物の鮮度保持とブランド化」  
（独）産総研 北海道センター  主催  北海道  

札幌グランドホテ

ル  

128 2014.3.13～2014.3.14 第2回 糖鎖解析技術研修会in産総研  
（独）産総研 糖鎖医工学研究センタ

ー 
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

129 2014.3.19 
産友会“設立2周年記念”セミナー＆産

総研“技術交流サロン”（第5回）  
（独）産総研 中国センター 主催  広島県  メルパルク広島  

130 2014.3.20 つくば発イノベーション第26回講演会  （独）産総研 主催  茨城県  つくば市役所 

131 2014.3.20 

第11回ガスハイドレート産業創出イノ

ベーション講演会第13回メタンハイド

レート研究アライアンス講演   

（独）産総研 メタンハイドレート研

究センター  
主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 



事業組織・本部組織業務 

(994) 

主催行事（共同主催を含む） 

  開 催 日 名 称 主催等名称 

産総研 

とのか

かわり 

開 催 地 

会場都道

府県 
会 場 名 

1 2013.4.20 
（独）産総研 科学技術週間特別イベン

ト  
（独）産総研 広報部、地質標本館  主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

2 2013.4.22 第25回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

3 2013.4.25 仙台まちなかサイエンス（第18回）  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

4 2013.5.9 

産総研プレゼンツ・サイエンスカフェin
鳥栖「レアアースを確保せよ！～希少資

源探査の最前線～」  

（独）産総研 九州センター 主催  佐賀県  鳥栖市立図書館  

5 2013.5.23 
平成25年度産総研・新技術セミナーin西
条  

（独）産総研 四国センター、（株）

西条産業情報支援センター  
主催  愛媛県  

（株）西条産業

情報支援センタ

ー  

6 2013.5.24 第26回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

7 2013.5.30 
産 総 研 ・ ノ ル ウ ェ ー （ SINTEF, 
NTNU）共同ワークショップ  

（独）産総研、ノルウェー大使館  主催  福島県  

ホテル華の湯コ

ンベンションホ

ール  

8 2013.5.31 

第39回産総研サイエンスカフェ「地球に

もっとやさしいバイオプラスチック～ミ

ドリムシから始まる“ものづくり”～」  

（独）産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

9 2013.6.4～2013.6.5 
太陽光発電工学研究センター 成果報告

会 2013  

（独）産総研 太陽光発電工学研究セ

ンター  
主催  茨城県  

つくば国際会議

場  

10 2013.6.7 
第133回産学官交流研究会 博多セミナー

（一金会）  

九州経済産業局、(独)産総研 九州セ

ンター、(独)中小機構九州支部、(一

財)九州産業技術センター、(一社)九

州ニュービジネス協議会  

主催  福岡県  
中小企業基盤整

備機構九州本部 

11 2013.6.13～2013.6.15 JPCA Show 2012  日本電子回路工業会  主催  東京都  
東京ビッグサイ

ト  

12 2013.6.20 第27回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

13 2013.6.25～2013.6.26 
（独）産総研 中部センターオープンラ

ボ2013  
（独）産総研 中部センター  主催  愛知県  

産総研 中部セン

ター  

14 2013.6.25～2013.6.26 
2013年（独）産総研中部センター研究発

表会  
（独）産総研 中部センター  主催  愛知県  

産総研 つくばセ

ンター 

15 2013.6.28～2013.11.28 組込み適塾 アーキテクチャ設計コース  
組込みシステム産業振興機構、（独）

産総研 関西センター  
主催  兵庫県  

産総研 関西セン

ター 

16 2013.6.28～2013.11.28 
組込み適塾 実装エンジニアリングコー

ス  

組込みシステム産業振興機構、（独）

産総研 関西センター  
主催  兵庫県  

産総研 関西セン

ター 

17 2013.7.1 

International Workshop of Sensors
『Sensing technology for health care 
application』国際センサワークショッ

プ「ヘルスケアーセンシング技術」  

（独）産総研 先進製造プロセス研究

部門 
主催  愛知県  

名古屋駅前イノ

ベーションハブ

会議室  

18 2013.7.2 
シンポジウム「広がるダイバーシティと

日本を元気にするイノベーション」  

（独）産総研、日本を元気にする産業

技術会議  
主催  東京都  日経ホール  

19 2013.7.3 

平成25年度 国際標準推進戦略シンポジ

ウム「キッズデザインと生活支援ロボッ

ト－その安全ガイドラインと国際認証戦

略－」  

（独）産総研、日本を元気にする産業

技術会議  
主催  東京都  イイノホール  

20 2013.7.10 

地質調査総合センター第21回シンポジウ

ム「古地震・古津波から想定する南海ト

ラフの巨大地震」  

（独）産総研 地質調査総合センター  主催  東京都  

秋葉原ダイビル 

コンベンション

ホール  

21 2013.7.16 仙台まちなかサイエンス（第20回）  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

22 2013.7.23 
第19回名古屋駅前イノベーションハブ技

術シーズ発表会  

名古屋駅前イノベーションハブ運営協

議会 
主催  愛知県  

名古屋駅前イノ

ベーションハブ

会議室  

23 2013.7.24 第9回 ベンチャー開発成果報告会  
（独）産総研、日本を元気にする産業

技術会議 
主催  東京都  日経ビル 

24 2013.7.25 第28回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

25 2013.7.26 

第40回産総研サイエンスカフェ「お宅の

ソーラーパネルは元気ですか？～太陽光

発電システムの性能をかんたんチェッ

ク！～」  

（独）産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

26 2013.7.26 

第8回再生可能エネルギー世界展示会 併催

シンポジウム 産総研セッション ～再生可

能エネルギーの本格的導入に向けて～  

 （独）産総研 主催  東京都  
東京ビッグサイ

ト  



産 業 技 術 総 合 研 究 所             
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  開 催 日 名 称 主催等名称 

産総研 

とのか

かわり 

開 催 地 

会場都道

府県 
会 場 名 

27 2013.7.31 
（独）産総研・九州シンクロトロン光研

究センター合同シンポジウム 

公益財団法人佐賀県地域産業支援セン

ター、九州シンクロトロン光研究セン

ター、（独）産総研  

主催  佐賀県  サンメッセ鳥栖  

28 2013.8.2 

平成25年度産総研 環境・エネルギーシ

ンポジウムシリーズ１戦略的都市鉱山が

拓く国内資源循環の未来～リサイクル技

術と生産技術の融合～  

（独）産総研  主催  東京都  機械振興会館  

29 2013.8.3 
地質標本館夏休みイベント 石をみがい

てみよう!!  
（独）産総研 地質標本館  主催  茨城県  

産総研 地質標本

館  

30 2013.8.3 （独）産総研 中部センター一般公開  （独）産総研中部センター  主催  愛知県  
なごやサイエン

スパーク  

31 2013.8.10 平成25年度 産総研 一般公開  （独）産総研 九州センター  主催  佐賀県  
産総研 九州セン

ター  

32 2013.8.23 
地質標本館 夏休み化石クリーニング体

験教室2013  
（独）産総研 地質標本館  主催  茨城県  

産総研 地質標本

館  

33 2013.8.24 地質標本館 地球何でも相談  （独）産総研 地質標本館  主催  茨城県  
産総研 地質標本

館  

34 2013.8.24～2013.8.27 

TIA連携大学院サマーフェスティバル

2013第2回TIAパワーエレクトロニクス

サマースクール  

（独）産総研TIAパワーエレクトロニ

クスＷＧ  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

35 2013.8.29 平成25年度一般公開（四国センター）  （独）産総研 四国センター  主催  香川県  
産総研 四国セン

ター  

36 2013.9.6 

計測フロンティア研究部門第10回シンポ

ジウム－インフラ安全とフロンティア計

測分析技術－  

（独）産総研 計測フロンティア研究

部門  
主催  千葉県  

幕張メッセ国際

会議場 

37 2013.9.9～2013.9.13 BiWO2013  
（独）産総研 生命情報工学研究セン

ター  
主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

38 2013.9.14～2013.9.16 
地質情報展 2013 みやぎ   大地を知っ

て 明日を生かす  

（独）産総研 地質調査総合センタ

ー、（一社）日本地質学会  
主催  宮城県  

スリーエム仙台

市科学館  

39 2013.9.18 
シンポジウム「食」の新しい価値づくり

で日本を元気に  

（独）産総研／日本を元気にする産業

技術会議  
主催  東京都  日経ホール  

40 2013.9.20 第29回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

41 2013.9.27 
Post ECOC Workshop 2013 ポスト

ECOC国際ワークショップ2013  

（独）産総研、東北大、University of 
Southampton   

共同主

催  
イギリス 

University of 
Southampton   

42 2013.7.17～2013.9.29 
地質標本館 夏の特別展 「地球の恵み 

地熱・地中熱エネルギーを活用しよう」  
（独）産総研 地質標本館  主催  茨城県  

産総研 地質標本

館  

43 2013.9.30 
オープンラボ・プレビュー「見どころ、

聞きどころ！産総研研究最前線」  

（独）産総研／日本を元気にする産業

技術会議  
主催  東京都  

日経セミナール

ーム  

44 2013.10.4 

第41回産総研サイエンスカフェ「おウチ

が発電所に？！ 高温動作の燃料電

池！」  

（独）産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

45 2013.10.9 NEDO技術フォーラムin中国（2013）  
（独）新エネルギー・産業技術総合開

発機構関西支部   
主催  広島県  広島国際会議場 

46 2013.10.9 第5回産総研マグネシウムシンポジウム  

（独）産総研 中部センター サステナ

ブルマテリアル研究部門名古屋国際見

本市委員会  

主催  愛知県  

ポートメッセな

ごや 交流センタ

ー 

47 2013.10.11 
（独）産総研 コンパクト化学システム

研究センター 成果報告会  

（独）産総研 コンパクト化学システ

ム研究センター  
主催  宮城県  

TKPガーデンシ

ティ仙台  

48 2013.10.15 産総研本格研究ワークショップ  （独）産総研  主催  北海道  
ホテル ガーデ

ンパレス札幌  

49 2013.10.15 第30回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

50 2013.10.21 第8回産総研レアメタルシンポジウム  
（独）産総研レアメタルタスクフォー

ス  
主催  東京都  石垣記念ホール  

51 2013.10.22 

CSJ化学フェスタ・産総研特別企画触媒

技術で拓く化学産業の未来ー日本を元気

にする産業技術会議シンポジウムー  

（公社）日本化学会、（独）産総研、

日本を元気にする産業技術会議  
主催  東京都  

タワーホール船

堀 

52 2013.10.24 
次世代プリンテッドエレクトロニクスセ

ミナー  

（独）産総研 フレキシブルエレクト

ロニクス研究センター、次世代プリン

テッドエレクトロニクスコンソーシア

ム 

主催  神奈川県  パシフィコ横浜  

53 2013.10.25 
一般公開 中国センター（広島中央サイ

エンスパーク 施設公開 2013）  

広島中央サイエンスパーク研究交流推

進協議会 

共同主

催  
広島県  

産総研 中国セン

ター 

54 2013.9.1～2013.10.31 キャンパスベンチャーグランプリ 中国  
キャンパスベンチャーグランプリ中国

実行委員会  
主催  広島県  

日刊工業新聞社

広 島 総 局 内 

CVG中国事務局  



事業組織・本部組織業務 
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  開 催 日 名 称 主催等名称 

産総研 

とのか

かわり 

開 催 地 

会場都道

府県 
会 場 名 

55 2013.10.31 オープンラボTIA企画講演会  
（独）産総研 つくばイノベーション

アリーナ推進本部  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

56 2013.10.31 
ベンチャーフォーラム～ベンチャーを介

した連携推進～  

（独）産総研 イノベーション推進本

部ベンチャー開発部  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

57 2013.10.31～2013.11.1 オープンラボ特別講演会  （独）産総研  主催  茨城県  
産総研 つくばセ

ンター 

58 2013.10.31～2013.11.1 産総研オープンラボ2013  （独）産総研  主催  茨城県  
産総研 つくばセ

ンター 

59 2013.11.1 

オープンラボ講演会「再生医療の今後の

発展と国際化への対応－新しいパラダイ

ムシフトの提案－」  

（独）産総研、日本を元気にする産業

技術会議  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

60 2013.11.9～2013.11.10 
産総研臨海副都心センター一般公開

Open House of AIST Tokyo Waterfront  （独）産総研 臨海副都心センター  主催  東京都  
産総研 臨海副都

心センター 

61 2013.11.12 
平成25年度産総研本格研究ワークショッ

プin松山  
産総研本格研究ワークショップ  主催  愛媛県  

エスポワール愛

媛文教会館  

62 2013.11.13 
（独）産総研 ヒューマン＆サービステ

クノロジー（HST）研究発表会  
（独）産総研 主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

63 2013.11.19 
平成25年度産総研本格研究ワークショッ

プin東北  
（独）産総研 東北センター  主催  宮城県  仙台サンプラザ   

64 2013.11.19 第31回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター東北サテ

ライト  
主催  宮城県  仙台サンプラザ 

65 2013.11.21 
シンポジウム「中小・中堅企業から始ま

るグローバル展開」  

（独）産総研、日本を元気にする産業

技術会議  
主催  大阪府  

ナレッジシアタ

ー  

66 2013.11.21 

第7回 CMSI産官学連続研究会電気化学

系の第一原理シミュレーションからわか

ったこと・わかること～高性能電池開発

にむけて～ 

計 算 物 質 科 学 イ ニ シ ア テ ィ ブ

（CMSI)、（独）産総研  
主催  東京都  秋葉原ダイビル 

67 2013.11.26 
第6回「光ネットワーク超低エネルギー

化技術拠点」シンポジウム  
（独）産総研  主催  東京都  

秋葉原コンベン

ションホール  

68 2013.11.27 
平成25年度第1回次世代バイオナノ研究

会「幹細胞研究と再生医療」  
（独）産総研 主催  大阪府  

グランフロント

大阪ナレッジキ

ャピタル・コン

グレコンベンシ

ョンセンター 

69 2013.11.29 協創マッチングフォーラム  
（株）ケイエスピー、（独）中小企業

基盤整備機構、（独）産総研  
主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

70 2013.11.29 
第2回 放射性物質の除染のあり方を考

える ワークショップ  
（独）産総研  主催  東京都  秋葉原UDX 

71 2013.11.30 

第22回地質調査総合センターシンポジウ

ム「アカデミックから身近な地質情報

へ」  

（独）産総研 地質調査総合センター  主催  東京都  
AP東京八重洲通

り 

72 2013.12.6 

シンポジウム「新材料で構成する快適建

築空間」－建築環境における熱の収支と

制御－  

（独）産総研 サステナブルマテリア

ル研究部門、環境ハーモニック建築部

材研究会、産総研コンソーシアム「建

築物低炭素化材料評価システム技術コ

ンソーシアム」  

主催  東京都  石垣記念ホール  

73 2013.12.6 

第42回産総研サイエンスカフェ「乳酸菌

はどうして体にいいの？～お腹の中で共

存して健康生活を！～」  

（独）産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

74 2013.12.6 

エネルギー技術シンポジウム 2013（特

集“次世代高度電力化社会における技術

展望”）  

（独）産総研 エネルギー技術研究部

門  
主催  東京都  

東京国際交流館 

プラザ平成 

75 2013.12.10 
第3回プリンテッドエレクトロニクスシ

ンポジウム   

（独）産総研 フレキシブルエレクト

ロニクス研究センター（FLEC) 
主催  東京都  

秋葉原コンベン

ションホール   

76 2013.12.12 
徳島県立徳島科学技術高等学校における

出前授業  

徳島県立徳島科学技術高等学校、

（独）産総研 
主催  徳島県  

徳島県立徳島科

学技術高等学校  

77 2013.12.13 
ジェロンテクノロジー研究フォーラム 

2013Gerontechnology forum 2013  
（独）産総研 主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

78 2013.12.19 第32回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

79 2013.12.20 

産総研 イノベーションワークショップ

inインドネシア―再生可能エネルギーで

つなぐ日本とインドネシア―  

（独）産総研  主催  
インドネ

シア 

Jakarta 
International 
EXPO Trade 
Building 6th 
floor, Room 
LAWU  

80 2013.12.24～2013.12.26 

ウインター・サイエンスキャンプ'13-

'14「科学が拓く産業技術にふれてみ

る」Cコース「地下水で地震を予測す

る」  

（独）科学技術振興機構、（独）産総

研 
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 
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81 2014.1.7～2014.1.10 
イノベーションスクール 平成26年度ス

クール生の公募説明会  

（独）産総研 イノベーションスクー

ル  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 

82 2014.1.21 第33回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

83 2014.1.24 

第43回産総研サイエンスカフェ「しなや

かな血管で健康維持 ～動脈硬化を防ぐ

生活習慣とは！？～」  

（独）産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

84 2014.1.27 
インテレクチャル・カフェ広島＆産総研

中国センター技術交流サロン（第4回）  

中国地域産学官コラボレーション会

議、（独）産総研 中国センター  

共同主

催  
広島県  

ひろしまハイビ

ル 21 

85 2014.1.31 

ナノテクノロジー国際標準化ワークショ

ップナノバイオテクノロジーの開発と標

準化  

（独）産総研（AIST）ナノテクノロ

ジー標準化国内審議委員会  
主催  東京都  

東京ビッグサイ

ト  

86 2014.1.31 

産総研サイエンスカフェin東広島「お米

がお酒になるように，木をエタノールに

する！発酵が繋ぐ伝統技術を持続可能な

社会へ」  

（独）産総研 中国センター  主催  広島県  
東広島市市民文

化センター 

87 2014.2.4 
第3回先進製造シンポジウム ─材料戦

略からのイノベーション─   

（独）産総研 先進製造プロセス研究

部門  
主催  東京都  

産総研 臨海副都

心センター 

88 2014.2.8～2014.2.9 産総研キャラバン2014こおりやま  （独）産総研 主催  福島県  

郡山市ふれあい

科学館 スペース

パーク  

89 2014.2.14 

平成25年度 産総研 環境・エネルギー

シンポジウムシリーズ「21世紀の化学反

応とプロセス －光が創る先端化学材料

の世界－」  

（独）産総研  主催  茨城県  
つくば国際会議

場  

90 2014.2.18～2014.2.19 
第13回 産総研・産技連LS-BT合同研

究発表会  

（独）産総研産業技術連携推進会議ラ

イフサイエンス部会バイオテクノロジ

ー分科会  

主催  茨城県  
産総研 つくばセ

ンター 

91 2014.2.21 産総研新技術説明会  （独）産総研（独）科学技術振興機構  主催  東京都  JST東京本部 

92 2014.2.24 つくば発イノベーション第25回講演会  （独）産総研 主催  茨城県  
産総研 つくばセ

ンター 

93 2014.2.24 第34回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

94 2014.2.28 

臨海地区産学官連携フォーラム －新た

なオープンイノベーションの構築に向け

て－  

（独）産総研 臨海副都心センター  主催  東京都  
産総研 臨海副都

心センター 

95 2014.3.5～2014.3.7 第9回 新エネルギー技術シンポジウム  

筑波大学 大学院 システム情報工学

研究科、（独）産総研 エネルギー技

術研究部門、電気学会   

主催  茨城県  
筑波大学 大学

会館 

96 2014.3.7 デジタルヒューマン・シンポジウム2014  
（独）産総研 デジタルヒューマン工

学研究センター  
主催  東京都  

日本科学未来館

みらい CANホー

ル、（独）産総

研 臨海副都心セ

ンター  

97 2014.3.7 

第44回産総研サイエンスカフェ「富士山

の将来を考える ～噴火史でひも解く富

士火山の謎～」  

（独）産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

98 2014.3.7 第35回産総研・新技術セミナー  
（独）産総研 東北センター 東北サ

テライト  
主催  宮城県  

産総研 東北サテ

ライト  

99 2014.3.10 

シンポジウム百歳を健康に生きられる社

会の実現に向けて－健康長寿社会を支え

る健康モニタリングと情報活用－  

（独）産総研 主催  東京都  

東京国際交流館

プラザ平成 国

際交流会議場  

100 2014.3.14 

産総研プレゼンツ・サイエンスカフェin
鳥栖（第2回）「太陽の光で電気をつく

る！～太陽電池の仕組みと使い方～」  

（独）産総研 主催  佐賀県  鳥栖市立図書館  

101 2014.3.14 （独）産総研 技術普及講演会  
（独）産総研 中部センター、（一

財）北陸産業活性化センター  
主催  石川県  

金沢勤労者プラ

ザ 

102 2014.3.14 

最 先 端 研 究 開 発 支 援 プ ロ グ ラ ム

（FIRST）木本恒暢プロジェクト低炭

素社会創成へ向けた炭化珪素（SiC）革

新パワーエレクトロニクスの研究開発最

終成果報告会  

（独）産総研  主催  東京都  
東京国際フォー

ラム 

103 2014.3.15 
25回 自分で作ろう!!化石レプリカ 

“中生代爬虫類の歯”  
（独）産総研 地質標本館  主催  茨城県  

産総研 地質標本

館  

104 2014.3.24 

第二回 充実生活を実現する技術のため

の脳と心と身体のメカニズムワークショ

ップ －行為主体感から行為充足感へ－  

（独）産総研 ヒューマンライフテク

ノロジー研究部門  
主催  茨城県  

産総研 つくばセ

ンター 
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1 2013.4.1～2013.4.5 

Financial Cryptography and Data 
Security 2013（金融暗号とデータセ

キュリティ 2013）  

International Financial Cryptography 
Association  共催  沖縄県  

沖縄 万国津梁

館  

2 2013.4.10～2013.4.12 第13回光通信技術展（FOE2013）  

リード  エグジビション  ジャパン

（株）光関係最先端技術・製品の展示

会    

出展  東京都  
東京ビッグサ

イト  

3 2013.4.10～2014.3.2 先端技術館＠TEPIA  （一財）高度技術社会推進協会  協力  東京都  
先端技術館＠

TEPIA  

4 2013.4.15～2013.4.21 
「平成25年度（第54回）科学技術週間

『一家に1枚』ポスター企画の実施」  

文部科学省 科学技術・学術政策局 

基盤政策課  
後援  東京都  

科学技術館(東

京)他               

5 2013.4.23～2013.4.26 
OPTICS PHOTONICS International 
Congress 2013  

OPTICS &amp; PHOTONICS 
International 協議会  

協賛  神奈川県  

パシフィコ横

浜会議センタ

ー  

6 2013.4.24 
「平成24年度地域イノベーション戦略

支援プログラム研究成果発表会」  

ふくしま地域再生可能エネルギーイノ

ベーション推進協議会  
後援  福島県  ホテル辰巳屋  

7 2013.4.24～2013.4.26 
CPhI Japan 2013（国際医薬品原

料・中間体展）  
UBMジャパン、化学工業日報社  出展  東京都  

東京ビッグサ

イト 

8 2013.4.26 

2013年度 立命館グローバル・イノベ

ーション研究機構エネルギー研究拠点

シンポジウム「高効率薄膜太陽電池の

未来と立命館大学」  

立命館グローバル・イノベーション研

究機構  
協賛  滋賀県  

立命館大学び

わこ・くさつ

キャンパス 

9 2013.5.1～2013.7.31 平成25年度 ニュービジネス助成金  （株）池田泉州銀行 後援  大阪府  

池田泉州銀行

先進テクノ本

部 

10 2013.5.8～2013.5.10 

BIOtech2013 第12回国際バイオロジ

ー展／技術会議アカデミックフォーラ

ム  

リード  エグジビション  ジャパン

（株）   
出展  東京都  ビッグサイト  

11 2013.5.19～2013.5.24 「日本地球惑星科学連合2013年大会」  （公社）日本地球惑星科学連合  後援  千葉県  
幕張メッセ 

国際会議場  

12 2013.5.22～2013.5.25 
ロボティクス・メカトロニクス講演会

2013（Robomec2013 in Tsukuba）  
（一社）日本機械学会  後援  茨城県  

つくば国際会

議場 

13 2013.5.29～2013.5.31 スマートコミュニティJapan 2013  日刊工業新聞社  協賛  東京都  
東京ビッグサ

イト 

14 2013.5.29～2013.5.31 「中小企業総合展 2013 in Kansai」  （独）中小企業基盤整備機構  後援  大阪府  
インテック大

阪 

15 2013.5.29～2013.5.31 
アジア・アントレプレナーシップ・ア

ワード 2013  

（一社）フューチャーデザインセンタ

ー  
後援  千葉県  

柏の葉キャン

パス地域一帯 

16 2013.6.5～2013.6.7 

JPCA Show 2013/ラージエレクトロ

ニクスショー2013/2013マイクロエレ

ク ト ロ ニ ク ス シ ョ ー /JISSO 
PROTEC2013  

（社）日本電子回路工業会  協賛  東京都  
東京ビッグサ

イト 

17 2013.6.6～2013.6.7 

第2回JACU/GSCシンポジウム「化学

がつくる未来社会-人類の永続的な発

展のために-」  

（公社）新化学技術推進協会  後援  大阪府  
メルパルク大

阪  

18 2013.6.9 福島市ほうらい地区福祉まつり   ほうらい地区福祉まつり 実行委員会 出展  福島県  
蓬莱学習セン

ター 

19 2013.6.10 品川女子学院における出前授業  日本機械学会LAJ委員会  協力  東京都  品川女子学院  

20 2013.6.11～2013.6.13 

LOPE-C（ラージエリア有機並びに印

刷エレクトロニクスに関する国際展示

会）  

EUの有機エレクトロニクス協会（OE-
A) 

出展  ドイツ 
Messe 
Munchen 

21 2013.6.12 

平成25年度 産業技術連携推進会議 

東北地域部会 幹事会・総会（春季合

同分科会）  

産業技術連携推進会議 東北地域部会  共催  宮城県  
産総研 東北サ

テライト  

22 2013.6.18 
13-1 高分子ナノテクノロジー研究会

主題：医用ナノ高分子材料  
（公社）高分子学会  協賛  東京都  

産総研 臨海副

都心センター 

23 2013.6.21～2013.6.23 

第2回国際技学カンファレンス in 長
岡The 2nd International GIGAKU 
Conference in Nagaoka 
(IGCN2013 )  

国際技学カンファレンス in 長岡 実

行委員会事務局  
後援  新潟県  

長岡技術科学

大学  

24 2013.6.30～2013.7.4 第32回熱電変換国際会議（ICT2013）  第32回熱電変換国際会議実行委員会 共催  兵庫県  
神戸国際会議

場  

25 2013.7.1～2013.7.4 CLEO-PR &amp; OECC/PS 2013  

The 10th Conference on Lasers and 
Electro-Optics Pacific Rim, and The 
18th OptoElectronics and 
Communications Conference / 
Photonics in Switchng 2013光関係技術

の国際学会  

出展  京都府  
国立京都国際

会館  
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26 2013.7.1～2013.7.31 「蓄熱月間」  （一財）ヒートポンプ・蓄熱センター  後援  東京都  

ヒ ー ト ポ ン

プ・蓄熱セン

ター  

27 2013.7.3 第29回産学官交流のつどい  
福島県中小企業団体中央会福島県電子

機械工業会  
後援  福島県  

ウェディング

エルティ  

28 2013.7.5 夏季研修会  
機 能 性 フ ィ ル ム 研 究 会

http://kinouseifilm.com/index.html  協力  愛知県  松風園  

29 2013.7.11 茨城県立下妻第一高校出前授業  日本機械学会LAJ委員会  協力  茨城県  
茨城県立下妻

第一高校  

30 2013.7.20～2013.7.24 

国際火山学地球内部化学協会2013年学

術 総 会 （ IAVCE 2013 Scientific 
Assembly）  

特定非営利活動法人 日本火山学会  後援  鹿児島県 

かごしま県民

交 流 セ ン タ

ー、かごしま

市民福祉プラ

ザ、宝山ホー

ル  

31 2013.7.21 
学都「仙台・宮城」サイエンスデイ

2013  
特定非営利活動法人 natural science  共催  宮城県  

東北大学 川

内北キャンパ

ス  

32 2013.7.21 
シンポジウム「世界で活躍できる女性

研究者エンジニア」  

研究・技術計画学会／女性エンジニア

活生分科会（JWSE） 
共催  茨城県  

産総研 つくば

センター 

33 2013.7.21～2013.8.25 

平成25年度仙台市科学館特別展「エレ

メントハンター・元素の世界－元素を

探し、未来を守れ！－」  

仙台市科学館  協力  宮城県  仙台市科学館  

34 2013.7.23 
地域イノベーション創出2013inやまぐ

ち  
中国地域産学官コラボレーション会議  出展  山口県  

海峡メッセ下

関  

35 2013.7.23～2013.7.24 
第7回ビジネスマッチングフェア in 
Hamamatsu 2013  浜松商工会議所  後援  岐阜県  

アクトシティ

浜松 展示イ

ベントセンタ

ー他  

36 2013.7.24～2013.7.26 第8回再生可能エネルギー世界展示会  再生可能エネルギー協議会  共催  東京都  
東京ビッグサ

イト  

37 2013.7.25～2013.7.26 サイエンスフェスタ in 秋葉原  
つくば新都市鉄道（株）（つくばエク

スプレス）  
出展  東京都  

TX秋葉原駅構

内  

38 2013.8.1～2013.8.7 「機械の日・機械週間」  （一社）日本機械学会  後援  千葉県  
東京大学山上

会館  

39 2013.8.4～2013.8.6 
JASIS 2013 (Japan Analytical&amp; 
Scientific Instruments Show)  

（一社）日本分析機器工業会、（一

社）日本科学機器協会  
後援  千葉県  幕張メッセ  

40 2013.8.6～2013.8.26 課題洗い出しワークショップ  気仙沼まちづくり支援センター  協力  宮城県  

気仙沼市民健

康管理センタ

ー  

41 2013.8.7～2013.8.8 子ども霞が関見学デー  経済産業省  出展  東京都  経済産業省  

42 2013.8.9～2013.11.27 
全国イノベーションコーディネータフ

ォーラム2013  
（独）科学技術振興機構  後援  滋賀県  

ピ ア ザ 淡 海 

滋賀県立県民

交流センター  

43 2013.8.17～2013.8.18 
おもしろワクワク化学の世界'13香川

化学展  
日本化学会中国四国支部  後援  香川県  高松天満屋  

44 2013.8.20～2013.8.22 
「イノベーションフォーラムinつく

ば」  

茨城県、茨城県教育委員会、つくば

市、つくば市教育委員会、日本経済新

聞社  

協力  茨城県  
つくば国際会

議場  

45 2013.8.21 
東北再生エネルギー研究会 第1回見

学会  

産業技術連携推進会議、東北地域部

会、東北航空宇宙産業研究会   
共催  宮城県  

東北福祉大学

国見ヶ丘第1キ

ャンパス他 

46 2013.8.21～2013.8.23 グッドデザイン賞 二次審査  （公財）日本デザイン振興会  出展  千葉県  幕張メッセ  

47 2013.8.26～2013.9.20 地盤材料試験に関する「技能試験」  （公社）地盤工学会  後援  東京都  地盤工学会他 

48 2013.8.30 

夏休み特別企画 地球に触れる夏休み

in鳥栖出展名（究極のエコ技術「燃料

電池」体験）&quot;  
佐賀県、鳥栖市、鳥栖市教育委員会  出展  佐賀県  

鳥栖市立図書

館  

49 2013.9.1～2014.3.31 
第9回キャンパスベンチャーグランプ

リ東北（CVG東北）  

キャンパスベンチャーグランプリ東北

実行委員会  
後援  宮城県  

日刊工業新聞

社 仙台総局 

50 2013.9.2～2014.3.25 第6回日本地学オリンピック  
特定非営利活動法人 地学オリンピッ

ク委員会  
共催  茨城県 

茨城県つくば

市  筑 波 大

学、産総研等 

51 2013.9.3～2013.9.7 第11回 全日本学生フォーミュラ大会  （公社）自動車技術会  協賛  静岡県  

エコパ（小笠

山総合運動公

園）  

52 2013.9.8 角田市はやぶさまつり  はやぶさまつり実行委員会 出展  宮城県  

角田市スペー

スタワーコス

モハウス  
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53 2013.9.11～2014.6.20 
イノベーションネットアワード2014地

域産業支援プログラム表彰事業  

全国イノベーション推進機関ネットワ

ーク、（一財）日本立地センター  
後援  東京都  

全国イノベー

ション推進機

関ネットワー

ク  

54 2013.9.14 超解像イメージング講習会  日本バイオイメージング学会  共催  東京都  
東京大学薬学

部他  

55 2013.9.17 「第51回ナノビズマッチ」  
（一社）ナノテクノロジービジネス推

進協議会  
協賛  東京都  

お茶の水ホテ

ルジュラク  

56 2013.9.19 
つくばものづくりオーケストラ 技術

展示会 in AIST  つくばものづくりオーケストラ  協力  茨城県  
産総研 つくば

センター 

57 2013.9.19～2013.9.20 全地連「技術フォーラム2013」長野  （一社）全国地質調査業協会連合会  協賛  長野県  
メルパルク長

野  

58 2013.9.22～2013.9.23 
ETソフトウェアデザインロボットコ

ンテスト2013  

（一社）組込みシステム技術協会

（JASA） 
後援  京都府  

京都コンピュ

ータ学院 京

都駅前校  

59 2013.9.23 

地質観察会第66回地質観察会『早池峰

山周辺の地質‐1/5万地質図幅「早池

峰山」（新刊）をもとにして‐』  

岩手県立博物館、（独）産総研 地質標

本館  
共催  岩手県  

岩手県立博物

館  

60 2013.9.24～2013.9.25 
Nature Publishing Group Forum on 
latest technologies-In association 
with MST-  

Nature Publishing Group  後援  東京都  アキバホール  

61 2013.9.25～2013.9.27 「国際セラミックス総合展2013」  

（公社）日本セラミックス協会、（一

財）ファインセラミックスセンター、

（一社）日本ファインセラミックス協

会フジサンケイ ビジネスアイ  

後援  東京都  
東京ビッグサ

イト 

62 2013.9.25～2013.9.27 

スマートネットワーク EXPO 2013～

スマートにツナガル。「ネットワー

ク」が生まれる。～  

スマートネットワークEXPO実行委員

会  
協賛  東京都  

東京ビッグサ

イト  

63 2013.9.27 
「茨城県研究開発支援企業技術展示会 

in 産総研」  
茨城県、いばらき成長産業振興協議会  協力  茨城県  

産総研 つくば

センター 

64 2013.9.30 

おかやま航空機材料等技術研究会設立

記念セミナー～広がる難加工金属材料

の世界～  

（公財）岡山県産業振興財団、岡山県 主催  岡山県  
テクノサポー

ト岡山 

65 2013.9.30～2013.10.1 

革新的先進複合材料活用国際フォーラ

ム～「次世代マテリアル・クラスター

四国」を目指して～  

四国経済産業局、四国地域イノベーシ

ョン創出協議会  
後援  香川県  

かがわ国際会

議場  

66 2013.10.2～2013.10.4 東京国際航空宇宙産業展2013  東京都、㈱東京ビッグサイト  出展  東京都  
東京ビッグサ

イト  

67 2013.10.3～2013.10.4 秋季資源・環境・エネルギー分科会  
産業技術連携推進会議 東北地域部会 

資源・環境・エネルギー分科会  
共催  山形県  

ホテルメトロ

ポリタン山形

他  

68 2013.10.6～2013.10.8 
「科学技術と人類の未来に関する国際

フォーラム」  
特定非営利活動法人STSフォーラム  後援  京都府  

国立京都国際

会館  

69 2013.10.9～2013.10.10 つくば産業フェア 2013  つくば市  出展  茨城県  つくばカピオ  

70 2013.10.9～2013.10.11 
Bio Japan 2013 -World Business 
Forum-  Bio Japan 組織委員会  

後援・

出展 
神奈川県  

パシフィコ横

浜  

71 2013.10.9～2013.10.11 粉体工業展大阪2013  （一社）日本粉体工業技術協会  後援  大阪府  
インテックス

大阪 

72 2013.10.10 
第14回計測自動制御学会システムイン

テグレーション部門講演会  

（公社）計測自動制御学会システムイ

ンテグレーション部門  
協賛  兵庫県  

神戸国際会議

場  

73 2013.10.15～2013.10.18 
日本ジオパーク隠岐大会（第4回日本

ジオパーク全国大会）  

日本ジオパーク隠岐大会実行委員会、

（財）自治総合センター  
後援  島根県  

隠岐島文化会

館  

74 2013.10.16～2013.10.17 秋季物質・材料・デザイン分科会  
産業技術連携推進会議 東北地域部会 

物質・材料・デザイン分科会  
共催  岩手県  

岩手県工業技

術センター他 

75 2013.10.16～2013.10.18 「北陸技術交流テクノフェア2013」  技術交流テクノフェア実行委員会  後援  福井県  
福井県産業会

館  

76 2013.10.16～2013.10.18 

InterOpto 2013（インターオプト／

インターナショナルオプトエレクトロ

ニクスショー）  

（一財）光産業技術振興協会先端光技

術の国際総合展  
出展  神奈川県  

パシフィコ横

浜  

77 2013.10.18 

エンジニアリングシンポジウム2013

「世界の人々の笑顔のために！～エン

ジニアリングで描く、幸せな地球の未

来～」  

（一財）エンジニアリング協会  協賛  東京都  
日本都市セン

ター会館  

78 2013.10.19～2013.10.20 
研究学園都市50周年 第10回つくば産

業フェア＆農産物フェア2013  
つくば市  協力  茨城県  つくばカピオ  

79 2013.10.21～2013.10.23 第3回CSJ化学フェスタ2013  （公社）日本化学会  後援  東京都  
タワーホール

船堀  
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80 2013.10.23 

「 NEDO 技 術 フ ォ ー ラ ム in 近 畿

（2013）」～未来社会を支えるロボッ

ト技術～  

（独）新エネルギー・産業技術総合開

発機構  
協賛  大阪府  

グランフロン

ト大阪 

81 2013.10.23～2013.10.25 
第13回北九州学術研究都市産学連携フ

ェア  

北九州学術研究都市産学連携フェア実

行委員会、（公財）北九州産業学術推

進機構（FAIS)  
出展  福岡県  

北九州学術研

究都市体育館  

82 2013.10.23～2013.10.25 
FPDインターナショナル2013プリン

テッドエレクトロニクス2013  
日経BP社 出展  神奈川県  

パシフィコ横

浜  

83 2013.10.23～2013.10.25 Smart City Week 2013  日経BP社  出展  神奈川県  
横浜パシフィ

コ  

84 2013.10.23～2013.10.25 

アグリビジネス創出フェア 2013

（ Agribusiness Creation Fair 
2013）  

農林水産省  出展  東京都  
東京ビッグサ

イト 

85 2013.10.24～2013.10.25 
プラスチック成形加工技術研究会総会

及び見学会  

産業技術連携推進会議 東北地域部会 

物質・材料・デザイン分科会  
共催  宮城県  

小田急仙台ビ

ル会議室他  

86 2013.10.24～2013.10.26 びわ湖環境ビジネスメッセ2013  滋賀県環境ビジネスメッセ実行委員会  後援  滋賀県  
滋賀県立長浜

ドーム  

87 2013.10.24～2013.10.26 
エコプロダクツ東北2013～ココロノト

ビラ エコノトビラ～  

エコプロダクツ東北2013事務局（NPO
法人環境会議所東北）  

協賛  宮城県  
夢メッセみや

ぎ  

88 2013.10.25 
四国マイクロ波プロセス研究会第12回

フォーラム  
四国マイクロ波プロセス研究会  後援  徳島県  

徳島県立工業

技術センター  

89 2013.10.25 秋季電子情報・エレクトロニクス  
産業技術連携推進会議 東北地域部会 

電子情報・エレクトロニクス分科会  
共催  青森県  

ね ぶ た の 家 

ワ・ラッセ  

90 2013.10.25～2013.10.26 おおさき産業フェア2013  おおさき産業フェア実行委員会  後援  宮城県  
大崎市古川総

合体育館  

91 2013.10.28 
近畿大学工学部研究公開フォーラム

2013  

近畿大学工学部研究公開フォーラム

2013  
後援  広島県  

メルパルク広

島  

92 2013.10.30～2013.11.1 INCHEM TOKYO 2013  
（公社）化学工学会、（一社）日本能

率協会  
協賛  東京都  

東京ビッグサ

イト  

93 2013.11.2 

サイエンス・フロンティアつくば

（SFT）2013 -先端科学・技術をビジ

ネスへ-  

茨城県、つくばサイエンス・アカデミ

ー（（財）茨城県科学技術振興財団）  
共催  茨城県  

つくば国際会

議場  

94 2013.11.2～2013.11.3 あいち少年少女創意くふう展2013  あいち少年少女創意くふう展  後援  愛知県  

トヨタテクノ

ミュージアム 

産業技術記念

館 

95 2013.11.6 JMACシンポジウム2013  
特定非営利活動法人バイオチップコン

ソーシアム  
後援  東京都  

みらい CAN ホ

ール（日本科

学未来館内）  

96 2013.11.6～2013.11.7 
「ふくしま復興・再生可能エネルギー

産業フェア2013」  
（公財）福島県産業振興センター  後援  福島県  

ビッグパレッ

トふくしま  

97 2013.11.6～2013.11.8 VACUUM2013－真空展   
日本真空工業会、（一社）日本真空学

会  
出展  東京都  

東京ビックサ

イト  

98 2013.11.6～2013.11.8 計測展 2013 TOKYO  （一社）日本電気計測器工業会  協賛  東京都  
東京ビックサ

イト 

99 2013.11.6～2013.11.9 2013国際ロボット展  （一社）日本ロボット工業会  出展  東京都  
東京ビッグサ

イト  

100 2013.11.7～2013.11.8 秋季機械・金属分科会  
産業技術連携推進会議 東北地域部会 

機械・金属分科会  
共催  宮城県  

産総研 東北サ

テライト  

101 2013.11.7～2013.11.8 秋季食品・バイオ分科会  
産業技術連携推進会議 東北地域部会 

食品・バイオ分科会  
共催  福島県  

福島県ハイテ

クプラザ会津

若松技術支援

センター他  

102 2013.11.7～2013.11.8 
「ビジネスEXPO『第27回 北海道 技

術・ビジネス交流会』」  

北海道 技術・ビジネス交流会実行委

員会  
後援  北海道  

アクセスサッ

ポロ  

103 2013.11.7～2013.11.9 日本地熱学会平成25年学術講演会  日本地熱学会  協賛  千葉県  
幕張メッセ国

際会議場  

104 2013.11.8 第22回日本NCSLI技術フォーラム  非営利団体 日本 NCSLI  後援  東京都  
東京都大田区

産業プラザPio  

105 2013.11.9～2013.11.10 サイエンスアゴラ2013  （独）科学技術振興機構  
共催・

出展  
東京都  

日本科学未来

館 、 産 総 研 

臨海副都心セ

ンター、東京

都立産業技術

研究センター

等  



事業組織・本部組織業務 

(1002) 

  開 催 日 名  称 主催等名称 

産総研 

とのか

かわり 

開催地 

会場都道

府県 
会 場 名 

106 2013.11.9～2013.11.10 つくば科学フェスティバル  
つくば市、つくば市教育委員会、筑教

「つくば3Eフォーラム」委員会  
出展  茨城県  つくばカピオ  

107 2013.11.12 
平成25年度 産総研本格研究ワークシ

ョップin松山  

（独）産総研四国センター、(株）伊予

銀行  
出展  愛媛県  

エスポワール

愛媛文京会館  

108 2013.11.12～2013.11.13 
第35回風力エネルギー利用シンポジウ

ム  

（公財）日本科学技術振興財団、（一

社）日本風力エネルギー学会  
後援  東京都  科学技術館 

109 2013.11.12～2013.11.14 第9回日独産業フォーラム2013  ドイツ貿易・投資振興機構  後援  東京都  

ホテルニュー

オータニ東京

他  

110 2013.11.13 

日本情報地質学会2013年度シンポジウ

ム-地質情報等の三次元モデリングと

CIMについて-  

日本情報地質学会  共催  東京都  
産総研 臨海副

都心センター 

111 2013.11.13～2013.11.15 サイエンスエキスポ2013  
（株）日本工業新聞社(フジサンケイ 

ビジネスアイ)  
後援  大阪府  

インテックス

大阪 

112 2013.11.15～2013.11.16 
こおりやま全市元気応援産業フェア

2013～夢商い～  

郡山商工会議所・郡山地区商工会広域

協議会  
後援  福島県  

郡山市総合体

育館  

113 2013.11.18～2013.11.20 
第 26回国際超電導シンポジウム

（ISS2013）  

（公財）国際超電導産業技術研究セン

ター  
後援  東京都  

タワーホール

船堀  

114 2013.11.20 四国食品健康フォーラム2013  （一財）四国産業・技術振興センター  後援  高知県  高知商工会館  

115 2013.11.20～2013.11.22 
Embedded Technology 2013／組込み

総合技術展  
（一社） 組込みシステム技術協会  出展  神奈川県  

パシフィコ横

浜  

116 2013.11.20～2013.11.23 第30回日韓国際セラミックスセミナー  

第30回日韓国際セラミックスセミナー

組織委員会第、30回日韓国際セラミッ

クスセミナー実行委員会  

後援  福岡県  
北九州国際会

議場  

117 2013.11.22 
地質リスクマネジメント事例研究発表

会  
（一社）全国地質調査業協会連合会  協賛  千葉県  

飯田橋レイン

ボービル  

118 2013.11.23 若手DAAD元奨学生ミーティング  ドイツ学術交流会  協力  東京都  

ドイツ学術交

流会 東京事

務所  

119 2013.11.25 京都産学公連携フォーラム2013  （公社）京都工業会  後援  京都府  京都工業会館  

120 2013.11.26 
JST-CREST「生命動態」領域 産総

研セミナー・数理デザイン道場  

科学技術振興機構(JST)CREST「生命動

態」領域、（独）産総研 生命情報工学

研究センター  

共催  東京都  
産総研 臨海副

都心センター 

121 2013.11.27 
中四国環境ビジネスネットフォーラム

2013  
岡山県、（公財）岡山県産業振興財団  後援  岡山県  

岡山ロイヤル

ホテル  

122 2013.11.29 
「郡山市企業立地・産業創出セミナ

ー」  
郡山市  後援  東京都  

浅草ビューホ

テル 

123 2013.11.29～2013.11.30 第23回環境地質学シンポジウム  地質汚染-医療地質-社会地質学会  共催  茨城県  
産総研 つくば

センター 

124 2013.12.2 「JCSS20周年記念シンポジウム」  （独）製品評価技術基盤機構  後援  東京都  イイノホール  

125 2013.12.4 第9回徳島文理大学技術交流会  
徳島文理大学理工学部 地域共同開発

センター  
出展  香川県  

徳島文理大学

香川キャンパ

ス   

126 2013.12.4 
東北再生可能エネルギー研究会 第2

回見学会  

産業技術連携推進会議 東北地域部会 

資源・環境・エネルギー分科会  
共催  宮城県  

東北大学大学

院 環境科学

研究科他  

127 2013.12.6 「第53回ナノビズマッチ」  
（一社）ナノテクノロジービジネス推

進協議会  
協賛  東京都  

お茶の水ホテ

ルジュラク  

128 2013.12.7～2013.12.8 
マンモグラフィX線トレーサビリティ

講習会  

NPO法人マンモグラフィ検診精度管理

中央委員会  
協賛  茨城県  

産総研 つくば

センター 

129 2013.12.9～2013.12.10 
第39回（2013年）感覚代行シンポジウ

ム  
感覚代行研究会 共催  東京都  

産総研 臨海

副都心センタ

ー 

130 2013.12.11 

CCSテクニカルワークショップ2013

「CCS大規模実証プロジェクトに向

けた安全性評価技術開発の最前線」  

（公財）地球環境産業技術研究機構  後援  東京都  
第一ホテル東

京  

131 2013.12.11 

東北航空宇宙産業研究会 役員会、総

会および第1回東北航空宇宙産業広域

連携フォーラム2013  

産業技術連携推進会議 東北地域部会 

東北航空宇宙産業研究会  
共催  秋田県  

秋田ビューホ

テル  

132 2013.12.13 
大府市・大府商工会議所 第7回産学

官連携交流会  
大府市、大府商工会議所  出展  愛知県  大府市役所 

133 2013.12.16 
マネジメントシステムのための計量計

測トレーサビリティ講演会  
（一財）日本品質保証機構  後援  東京都  日本橋公会堂  
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(1003) 

  開 催 日 名  称 主催等名称 

産総研 

とのか

かわり 

開催地 

会場都道

府県 
会 場 名 

134 2013.12.16 
「第6回 大阪大学共同研究講座シンポ

ジウム」  

国立大学法人 大阪大学大学院工学研究

科  
後援  大阪府  

大阪大学中之

島センター 

135 2013.12.19 
かがわ糖質バイオフォーラム第6回シ

ンポジウム  

かがわ糖質バイオフォーラム（（公

財）かがわ産業支援財団）  
後援  香川県  

かがわ国際会

議場  

136 2013.12.19 触媒学会つくば地区講演会  （一社）触媒学会  後援  茨城県  
産総研 つくば

センター 

137 2013.12.24 企業と博士人材との交流会  

筑波大学グローバルリーダーキャリア

開発ネットワーク，産総研イノベーシ

ョンスクール  

共催  茨城県 
筑波大学大学

会館 

138 2013.12.24～2013.12.26 

サイエンスキャンプ参加の高校生にプ

レゼンと実験紹介（コイン中の元素分

布図を描いてみよう）  

（独）産総研 広報部、科学技術振興機

構  
協力  茨城県 

産総研 つくば

センター 

139 2014.1.8 
平成25年度 先導技術交流会シンポジ

ウム  
（一社）研究産業・産業技術振興協会  後援  東京都  

科学技術振興

機構 東京本

部 

140 2014.1.10 

第12回高分子ナノテクノロジー研究会

講座主題：アロイ・ブレンド・コンポ

ジット基礎講座  

（公社）高分子学会  協賛  東京都  
産総研 臨海副

都心センター 

141 2014.1.17 

第6回技能継承フォーラム（理研シン

ポジウム：「ものづくり技能継承の現

状と展望」）  

（独）理化学研究所 大森素形材工学

研究室  
協賛  埼玉県  

理化学研究所 

和光研究所   

142 2014.1.20 

北大ビジネス・スプリング開設5周年

記念フォーラム～研究・開発からビジ

ネスまで チャレンジするなら今でし

ょ！～  

（独）中小企業基盤整備機構北海道本

部  
後援  北海道  

センチュリー

ロイヤルホテ

ル  

143 2014.1.21 札幌市経済界フォーラム  
（一財）さっぽろ産業振興財団、札幌

市  
後援  北海道  

京王プラザホ

テル札幌  

144 2014.1.23 
超低電圧デバイス技術研究組合 第3

回成果報告会  
超低電圧デバイス技術研究組合  協賛  東京都  

東京大学 伊

藤国際学術セ

ンター  

145 2014.1.24 
「SAT テクノロジー・ショーケース 

2014」  

（財）茨城県科学技術振興財団つくば

サイエンスアカデミー  
共催  茨城県  

つくば国際会

議場  

146 2014.1.25 「第7回つくば3Eフォーラム会議」  
つくば3Eフォーラム委員会（筑波研究

学園都市交流協議会）、筑波大学  
後援  茨城県  つくば市庁舎 

147 2014.1.28 
「東北大学イノベーションフェア 

2014 」  
国立大学法人 東北大学  後援  宮城県  

仙台国際セン

ター  

148 2014.1.28 
産学官連携フェア 2014Winter みや

ぎ ～研究成果発表・交流の集い～  
（公財）みやぎ産業振興機構  共催  宮城県  

仙台国際セン

ター  

149 2014.1.28 つくば医工連携フォーラム2014  つくば医工学連携フォーラム  共催  茨城県  
産総研 つくば

センター 

150 2014.1.28 

北九州市市制50周年事業第5回ユビキ

タス・パワーエレクトロニクスのため

の信頼性科学ワークショップ～サイバ

ーフィジカルシステム時代に向けた新

しい信頼性科学の息吹～  

北九州市、（公財）国際東アジア研究

センター  
共催  東京都  発明会館  

151 2014.1.29 STARC シンポジウム 2014  (株)半導体理工学研究センター  協賛  神奈川県  
新横浜国際ホ

テル南館  

152 2014.1.29 
かがわ冷凍食品研究フォーラム第１回

シンポジウム  
（公財）かがわ産業支援財団  後援  香川県  

サンメッセ香

川 

153 2014.1.29 
nano tech 2014 第13回国際ナノテク

ノロジー総合展・技術会議  
nano tech 2014 実行委員会  後援  東京都  

東京ビッグサ

イト 

154 2014.1.31 「水素先端世界フォーラム 2014」  
国立大学法人 九州大学 水素材料先

端科学研究センター  
後援  福岡県  

九州大学伊都

キャンパス  

155 2014.1.31 「第3回全国組込み産業フォーラム」  
組込みシステム産業振興機構、みやぎ

組込み産業振興協議会  
共催  宮城県  

せんだいメデ

ィアテーク  

156 2014.2.2～2014.2.3 

1st. Kansai Nanoscience and 
Nanotechnology International 
Symposium第1回関西ナノサイエン

ス・ナノテクノロジー国際シンポジウ

ム  

関西ナノサイエンス ・ ナノテクノロ

ジー国際シンポジウム組織委員会  
共催  大阪府  

千里ライフサ

イエンスセン

ター  

157 2014.2.6 
香川大学工学部第9回先端工学研究発

表会  
香川大学  出展  香川県  

香川大学工学

部  

158 2014.2.7～2014.2.8 
「みんなの環境エネルギーフェスタ

2014」  

みんなのエネルギー会議みんなの環境

エネルギーフェスタ2014実行委員会  
後援  東京都  玉川大学 

159 2014.2.14 

「化学物質の安全管理に関するシンポ

ジウム-化学物質のリスク評価の最新

動向と今後の課題-」  

化学物質の安全管理に関するシンポジ

ウム実行委員会  
共催  東京都  中央合同庁舎 
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  開 催 日 名  称 主催等名称 

産総研 

とのか

かわり 

開催地 

会場都道

府県 
会 場 名 

160 2014.2.17 

第9回つくばビジネスマッチング会 つ

くば発最先端材料(期待される最先端

材料と材料開発のための先端技術) ～

電子機器から輸送機、省エネ・発電ま

で幅広い分野での活用～  

（株）つくば研究支援センター・三井

物産（株）   
出展  東京都  三井物産 

161 2014.2.17 

地盤材料試験の精度・ばらつきに関す

る講習会-技能試験の意義・実態と展

望-  

（公社） 地盤工学会  後援  東京都  地盤工学会 

162 2014.2.18 
「JVA2014 (Japan Venture Awards 
2014)」  

（独） 中小企業基盤整備機構  後援  東京都  
六本木アカデ

ミービルズ 

163 2014.2.19 第8回企業情報交換会 in いちのせき  （公財）岩手県南技術研究センター  後援  岩手県  
ベリーノホテ

ル一関  

164 2014.2.19 
IPAサイバーセキュリティシンポジウ

ム2014  
（独）情報処理推進機構  後援  東京都  イイノホール  

165 2014.2.19 「第54回ナノビズマッチ」  
（一社）ナノテクノロジービジネス推

進協議会  
協賛  東京都  

御茶ノ水ホテ

ルジュラク  

166 2014.2.19 
第2回東北航空宇宙産業広域連携フォ

ーラム2013  

産業技術連携推進会議 東北地域部会 

東北航空宇宙産業研究会  
共催  宮城県  

TKPカーデン

シティ仙台他  

167 2014.2.19 第8回企業情報交換会inいちのせき  （公財）岩手県南技術センター  後援  岩手県  
ベリーノホテ

ル一関  

168 2014.2.21 
県内5金融機関との連携による“茨城

ものづくり企業交流会2014”  
（一社）茨城県経営者協会  後援  茨城県  

水戸プラザホ

テル  

169 2014.2.25 
「元素戦略／希少金属代替材料開発 

第8回合同シンポジウム」  

（独）新エネルギー・産業技術総合開

発機構元素戦略/希少金属代替材料開発 

合同戦略会議  

後援  東京都  
ベルサール神

田 

170 2014.2.25～2014.2.28 「おおいた国際フォーラム」  
大分県おおいた国際フォーラム実行委

員会  
後援  大分県  

別府ビーコン

プラザ  

171 2014.3.3 
第6回北海道地区高専テクノ・イノベ

ーションフォーラム  

（独）国立高等専門学校機構、北海道

地区4高専 
共催  北海道  

札幌コンベン

ションセンタ

ー  

172 2014.3.4 

超党派議員連盟「科学技術の会」と

「つくばグローバル・イノベーション

推進機構」の合同主催シンポジウム  

つくばグローバル・イノベーション推

進機構  
後援  東京都  

世界貿易セン

タービル 

173 2014.3.6～2014.3.8 第7回としまものづくりメッセ  としまものづくりメッセ実行委員会  後援  東京都  
サンシャイン

シティ 

174 2014.3.10～2014.3.14 
粒子光計測国際会議2014 

（OPC2014）  
粒子光計測国際会議2014運営委員会  共催  東京都  

産総研 臨海副

都心センター 

175 2014.3.11～2014.3.30 
東日本大震災～あれから3年、今わか

ってきたこと～  
名古屋市港防災センター名古屋市  協力  愛知県  

名古屋市港防

災センター  

176 2014.3.13～2014.3.14 

第3回 深海底地盤におけるメタンハイ

ドレートの資源開発及び二酸化炭素貯

留研究セミナー  

深海底地盤におけるメタンハイドレー

トの資源開発及び二酸化炭素貯留研究 

山口大学研究推進体 

共催  山口県  
山口大学工学

部  

177 2014.3.14 
先端加工技術講習会「応用が拡大する

微粒子噴射加工技術の最前線」  
（財）先端加工技術振興協会  後援  東京都  

日本工業大学 

神田キャンパ

ス 

178 2014.3.20 
第48回 AIST・筑波大学・TCI ベン

チャー技術発表会  

筑波大学産学リエゾン共同研究センタ

ー、（独）産総研 イノベーション推進

本部ベンチャー開発部、(株)つくば研

究支援センター   

共催  茨城県  
つくば研究支

援センター 

179 2014.3.21 

第98回行動計量シンポジウムビッグデ

ータからの価値創出-『グロース戦

略』を実現する共有・共創・協働のプ

ラットフォーム-  

日本行動計量学会第98回行動計量シン

ポジウム実行委員会  
共催  東京都  

産総研 臨海副

都心センター 

180 2014.3.26 
『第7回 つくば産産学連携促進市inア
キバ』  

つくば市  共催  東京都  
秋葉原ダイビ

ル 

181 2014.3.26～2014.3.28 
J-DESC コアスクール・岩石コア記

載技術コース  
日本地球掘削科学コンソーシアム  共催  茨城県  

産総研 つくば

センター 

182 2014.3.29～2014.3.31 かがわ希少糖フェア2014  香川県  後援  香川県  
サンポート高

松  
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３）見  学 

平成25年度見学視察対応数（ユニット別） 

部署 総計 

ユビキタスエネルギー研究部門  87 

環境管理技術研究部門  150 

環境化学技術研究部門 53 

エネルギー技術研究部門 82 

安全科学研究部門 44 

新燃料自動車技術研究センター 37 

メタンハイドレート研究センター  69 

コンパクト化学システム研究センター  56 

先進パワーエレクトロニクス研究センター  20 

太陽光発電工学研究センター 83 

バイオマスリファイナリー研究センター  7 

触媒化学融合研究センター 17 

再生可能エネルギー研究センター  31 

健康工学研究部門 83 

生物プロセス研究部門 45 

バイオメディカル研究部門 54 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 147 

糖鎖医工学研究センター  13 

生命情報工学研究センター  15 

幹細胞工学研究センター  28 

創薬分子プロファイリング研究センター 34 

知能システム研究部門 231 

情報技術研究部門 61 

ナノエレクトロニクス研究部門 101 

電子光技術研究部門 53 

セキュアシステム研究部門 29 

ネットワークフォトニクス研究センター 5 

デジタルヒューマン工学研究センター  78 

ナノスピントロニクス研究センター  10 

サービス工学研究センター 32 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 115 

先進製造プロセス研究部門 115 

サステナブルマテリアル研究部門  33 

ナノシステム研究部門 89 

ナノチューブ応用研究センター 57 

集積マイクロシステム研究センター 38 

計測標準研究部門 492 

計測フロンティア研究部門  87 

生産計測技術研究センター  104 

計量標準管理センター 24 

地圏資源環境研究部門  19 

地質情報研究部門 20 

活断層・地震研究センター  8 

地質調査情報センター  13 

地質標本館  305 

 
 

 
 

部署 総計 

環境・エネルギー分野研究企画室 

（環境・エネルギー分野含む） 
52 

ライフサイエンス分野研究企画室 

（ライフサイエンス分野含む） 
42 

情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室 

（情報通信・エレクトロニクス分野含む） 
43 

ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画

室（ナノテクノロジー・材料・製造分野含

む）  

45 

計測・計量標準分野研究企画室 

（計測・計量標準分野含む） 
22 

地質分野研究企画室（地質分野含む） 31 

企画本部（理事等含む） 339 

イノベーション推進本部  403 

つくばイノベーションアリーナ推進本部 179 

研究環境安全本部 3 

総務本部  7 

評価部 2 

広報部 サイエンス・スクエア つくば 535 

北海道センター 83 

東北センター  17 

つくばセンター 9 

東京本部 2 

臨海副都心センター  66 

中部センター 36 

関西センター  112 

中国センター 19 

四国センター 12 

九州センター  46 

福島再生可能エネルギー研究所  29 

総計 5,408 
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９）監査室（Audit Office） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：4名 

概 要： 

 監査室は、(1)①業務の有効性及び効率性、②事業

活動に係る法令等の遵守、③資産の保全、④財務報告

書等の信頼性の実現のため、各業務が適正かつ効率的

に機能しているかモニタリングすることを目的とした

内部監査業務、(2)研究所の財務内容等の監査を含む

業務の適性かつ能率的な運営を確保することを目的と

した通則法第19条第4項に基づく監事の監査業務の支

援に関する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2014/3/31現在） 

 

［監査室］ 

  室  長（兼）   大辻 賢次 

  総括主幹      加藤 信隆 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成25年度の主な活動 

内部監査については、監査の必要性の高い業務等につ

いて監査を実施し、当該業務の合規性、有効性、効率性

の把握と課題等の抽出、監査対象部署に対しての改善提

案等を行った。 

また、監事の監査業務の支援として、監事監査が適切

かつ効率的に行えるよう監事との打合せを十分に行うと

ともに、監査対象部署の事前情報収集、データ作成、日

程調整及び監査記録作成等を行った。 
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Ⅲ．資   料 
 従来の工業技術院年報で大部分を占めていた研究発表、特許登録などのデータは、産業技術総合研究所年報からは、

研究ユニット別の成果等にて記載している。これらのデータは、産業技術総合研究所公式ホームページ

（http://www.aist.go.jp/）データベースにて提供されている。 
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１．研究発表 

ユニット 
誌上 

発表 

口頭 

発表 

著書・ 

刊行物・

調査報告 

地球科学

情報 

計量技術

情報・工

業標準化 

ソフト 

ウェア 

データ 

ベース 

イベント

出展 

プレス 

発表 
合計 

フェロー 1 7               8 

顧問 1                 1 

理事 2 6               8 

環境・エネルギー分野   1               1 

エネルギー技術研究部門 355 615 32         15   1,017 

コンパクト化学システム研究センター 78 135 9         8 1 231 

バイオマスリファイナリー研究センター 45 42 7             94 

メタンハイドレート研究センター 43 85           10   138 

ユビキタスエネルギー研究部門 177 490 28         27   722 

安全科学研究部門 129 188 31     1   5 1 355 

環境・エネルギー分野研究企画室 1 2               3 

環境化学技術研究部門 100 138 10         2 2 252 

環境管理技術研究部門 184 376 28   5 1   14   608 

再生可能エネルギー研究センター 23 42 3             68 

触媒化学融合研究センター 33 61 3         1 2 100 

新燃料自動車技術研究センター 47 73 6         4   130 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 74 153 7           2 236 

太陽光発電工学研究センター 130 227 16         1 4 378 

バイオメディカル研究部門 167 317 10     1   16 3 514 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 315 484 45   4     32 4 884 

幹細胞工学研究センター 56 84 5         2   147 

健康工学研究部門 226 323 14         21 1 585 

生物プロセス研究部門 158 305 18         9 3 493 

生命情報工学研究センター 39 70 3     1   3 1 117 

創薬分子プロファイリング研究センター 32 56 1         1   90 

糖鎖医工学研究センター 13 44 12           2 71 

サービス工学研究センター 104 150 6     1   5   266 

セキュアシステム研究部門 113 160 6         16 1 296 

デジタルヒューマン工学研究センター 93 168 4         11   276 

ナノエレクトロニクス研究部門 193 318 5         4 12 532 

ナノスピントロニクス研究センター 50 91           1 4 146 

ネットワークフォトニクス研究センター 45 76           3   124 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 65 182 16         34 2 299 

情報技術研究部門 103 151 1         23 1 279 

情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室 1   1         1   3 

知能システム研究部門 138 289 13         18 2 460 

電子光技術研究部門 209 361 10         29 4 613 

サステナブルマテリアル研究部門 139 216 4   1     49 4 413 

ナノシステム研究部門 262 632 32   4     29 6 965 

ナノチューブ応用研究センター 66 143 2         8 6 225 

ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画

室 
1   1             2 

集積マイクロシステム研究センター 113 113 4   1     20 4 255 

先進製造プロセス研究部門 262 476 21   7     37 3 806 

計測・計量標準分野   6               6 

計測・計量標準分野研究企画室 1 2           17   20 

計測フロンティア研究部門 140 330 15   1     14 1 501 
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ユニット 
誌上 

発表 

口頭 

発表 

著書・ 

刊行物・

調査報告 

地球科学

情報 

計量技術

情報・工

業標準化 

ソフト 

ウェア 

データ 

ベース 

イベント

出展 

プレス 

発表 
合計 

計測標準研究部門 388 672 36   241     29 2 1,368 

計量標準管理センター 13 3 2   2     4   24 

生産計測技術研究センター 68 132 8         28 2 238 

活断層・地震研究センター 46 156 21 38       22 2 285 

地圏資源環境研究部門 140 321 47 30   2   24 1 565 

地質情報研究部門 236 457 36 125   2 6 41 2 905 

地質調査情報センター 3 4   4           11 

地質標本館 6 32   31       34   103 

地質分野研究企画室 3 5 1 8           17 

イノベーションスクール   3               3 

イノベーション推進企画部 2 1               3 

イノベーション推進本部 7 8 2   2         19 

つくばイノベーションアリーナ推進本部 1 1             1 3 

ベンチャー開発部 1                 1 

国際部 4 2               6 

知的財産部     1             1 

企画本部 1 8 2             11 

広報部 1             13   14 

評価部 6 6               12 

環境安全管理部 1                 1 

研究環境安全本部   1 2             3 

人事部 1                 1 

関西センター 6 8 2             16 

九州センター 4                 4 

四国センター 1 1               2 

中国センター 1                 1 

中部センター 2 5 5             12 

東北センター 1                 1 

福島再生可能エネルギー研究所 1 5               6 

北海道センター   1 1             2 

 総   計 5,486 10,027 597 251 268 9 6 685 86 17,415 
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２．兼  業 

平成25年度兼業一覧 

所属＼依頼元 高等教育機関 公的機関 公益法人 民間企業等 総計 

糖鎖医工学研究センター 1 1 1 1 4 

新燃料自動車技術研究センター 1   2   3 

生命情報工学研究センター 12 1 6   19 

生産計測技術研究センター 4   1   5 

ナノチューブ応用研究センター 1       1 

ネットワークフォトニクス研究センター 1       1 

サービス工学研究センター 9   2 4(2) 15(2) 

活断層・地震研究センター 3 4 10   17 

幹細胞工学研究センター 4 1 3 1 9 

集積マイクロシステム研究センター 2 1     3 

コンパクト化学システム研究センター   2 5 2 9 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 1       1 

デジタルヒューマン工学研究センター 8   5 1 14 

ナノスピントロニクス研究センター     1   1 

太陽光発電工学研究センター 6   8   14 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター   1 2 3(1) 6(1) 

バイオマスリファイナリー研究センター 5   4   9 

創薬分子プロファイリング研究センター 2 1 4   7 

触媒化学融合研究センター 1   1   2 

計測標準研究部門 20 7 14 8 49 

地圏資源環境研究部門 4 4 10 2 20 

知能システム研究部門 45 1 16 17(5) 79(5) 

計測フロンティア研究部門 8   5 1 14 

ユビキタスエネルギー研究部門 9 1 13 4 27 

先進製造プロセス研究部門 22 9 10 9(1) 50(1) 

サステナブルマテリアル研究部門 3   5 1 9 

地質情報研究部門 10 6 7 2(1) 25(1) 

環境管理技術研究部門 7 12 51 4 74 

環境化学技術研究部門 7 1 4   12 

エネルギー技術研究部門 18 2 40 15 75 

情報技術研究部門 4 4 15 7 30 

安全科学研究部門 17 12 19 12(1) 60(1) 

健康工学研究部門 16 4 15 1 36 

生物プロセス研究部門 9 3 12 1 25 

バイオメディカル研究部門 27 3 26 8(1) 64(1) 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 41 4 22 15(4) 82(4) 

ナノシステム研究部門 15 5 14 2(1) 36(1) 

ナノエレクトロニクス研究部門 6 2 5 11(1) 24(1) 

電子光技術研究部門 3 3 12 7(4) 25(4) 

セキュアシステム研究部門 11 4 9 9(1) 33(1) 

地域センター 4 11 18 3 36 

本部組織・事業組織・その他 31 29 42 10 112 

総計 398 139 439 161(23) 1137(23) 

（ ）内は役員兼業の数を示している 
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３．中期目標 

 独立行政法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」

という。）は、平成13年4月に旧工業技術院の研究所等

16の機関を統合し、一つの独立行政法人として発足した。

その後、平成17年4月に非公務員型独立行政法人に移行

した。 

 上記の措置の実施により、多岐にわたる分野の研究者

集団の融合が進められるとともに、柔軟で機動的な組織

運営や予算執行、産業界、大学との人材交流等が可能と

なった。 

 現下の産業技術を巡る状況を見れば、地球温暖化、少

子高齢化といった地球規模の課題が顕在化する中で、こ

うした課題の解決の鍵として、戦略的なイノベーション

を推進し、それにより新たな需要を創造することが重要

となっている。政府は、今後10年間を見据えて新たな成

長戦略を策定・実行し、我が国の強みを活かした「課題

解決型国家」を実現することとしている。そのため世界

をリードする「グリーン・イノベーション」、「ライ

フ・イノベーション」などを迅速に推進し、課題の解決

とともに、アジアと連携した成長を実現していくことと

している。また、産総研はこれまで以上に機動的かつ効

率的な業務運営を実現し、民間では困難な研究開発活動

を一層効果的に実施することが求められている。 

 このような状況の下、イノベーションによる課題解決

と新たな成長の実現に向けて、産総研の業務である鉱工

業の科学技術に関する研究開発等の重要性は高まってお

り、なかでも、基礎的な研究と開発的な研究との間をつ

なぐ橋渡し研究の意義は一層増している。第1期中期目

標期間（平成13～16年度）及び第2期中期目標期間（平

成17～21年度）における実績を踏まえつつ、第3期中期

目標期間においては、こうした観点から産総研が業務や

組織のさらなる見直しと重点化を進め、経済と環境の両

立、国民生活向上等への研究開発による貢献、新たなイ

ノベーションシステムの構築、イノベーティブな人材養

成の推進、新時代の産業基盤の整備等、国際的な展開も

含めた新たなイノベーションを創出していくための活動

を戦略的かつ効率的に実施すること等を通じ、世界トッ

プに立つ研究機関を目指していくことが期待される。 

 

Ⅰ．中期目標の期間 

 産総研の平成22年度から始まる第3期における中期目

標の期間は、5年（平成22年4月～平成27年3月）とする。 

 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の

向上 

１．「課題解決型国家」の実現に向けた研究開発の重点

分野 

(1) 世界をリードする「グリーン・イノベーション」、

「ライフ・イノベーション」の推進 

・グリーン・イノベーションについて、太陽光発電、蓄

電池、次世代自動車、ナノ材料、情報通信システムの

低消費電力化等の技術開発を加速化する。また、第3

期中期目標期間中に実用化の可能性が高い技術につい

て、重点的に取り組む。太陽光発電等の新規技術の性

能や信頼性に係る評価技術の開発を推進する。 

・ライフ・イノベーションについて、産総研の有する高

度なものづくり技術を最大限に活用し、創薬、再生医

療、遠隔医療システム、介護・福祉ロボット等の技術

開発を推進する。また、ロボットの性能・安全性評価

技術を重点的に開発する。 

・上記の技術開発においては、要素技術の開発にとどま

らず、技術のシステム化及びその社会への導入のため

に必要な研究開発もあわせて推進する。 

(2) 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

・産業競争力の維持、強化のために必要な情報通信技術、

材料・部材技術、製造プロセス技術等に関する革新的

な技術開発を行う。 

 

２．地域活性化の中核としての機能強化 

(1) 地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発の推

進 

・地域センターは、バイオものづくり、蓄電池等地域の

産業集積等を踏まえて研究分野を重点化し、国内最高

水準の研究開発を推進する。 

・地域センターは、各地域で重点化した分野において、

企業の研究人材を積極的に受け入れ、共同研究を効率

的に推進する。 

(2) 中小企業への技術支援・人材育成の強化 

・中小企業が行う研究開発から生まれた製品の実証試

験・性能評価等を支援し、その事業化を促進する。そ

のため、産総研の設備等の供用、公設試験研究機関等

との連携等を積極的に行う。 

・中小企業との共同研究、技術相談等の件数を増大させ

る。 

・共同研究を通じて、中小企業の研究者を積極的に受け

入れる。また、技術研修等を通じ、先端的な技術開発

等に対応できる中小企業の人材の育成を推進する。 

 

３．産業や社会の「安全・安心」を支える基盤の整備 

(1) 国家計量標準の高度化及び地質情報の戦略的整備 

・ナノスケール等の高度な計測ニーズや新素材の安全性

評価等に応えるため、計量標準の高度化、新規標準物

質の提供等を行う。 

・資源エネルギーの安定供給の確保、防災等のため、地

質調査を行うとともに、従来に比してより詳細な地質

図の作成等を行う。 

(2) 新規技術の性能及び安全性の評価機能の充実 

・研究開発によって得られた新規技術の社会への普及に

不可欠な性能及び安全性の評価について、民間企業と

のコンソーシアム等を活用しつつ、評価技術の開発、
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基準の作成を推進する。そのため、産総研内に性能及

び安全性評価の推進を主務とする組織を設置する。 

・開発した性能及び安全性評価技術の標準化を進めると

ともに、蓄積した技術や知見等について民間認証機関

への移転を推進する。 

・環境配慮素材の物性等の性能・安全性のデータベース

の整備を推進する。 

(3) 研究開発成果の戦略的な国際標準化、アジアへの展

開 

・研究開発プロジェクトの企画の段階から、標準化を見

据えたものとし、国際標準化の提案を拡大する。我が

国の提案の実現に向け、国際標準化を検討する国際会

議等への専門家の派遣数を拡大する。 

・環境技術やその性能、信頼性に係る評価技術等の分野

について、アジア諸国等の評価機関等との技術協力を

行うとともに、可能な分野において国際標準化に向け

た共同作業を行う。 

 

４．「知恵」と「人材」を結集した研究開発体制の構築 

(1) 産学官が結集して行う研究開発の推進 

・ナノテクノロジー、太陽光発電、蓄電池、ロボット等

の分野において、つくばセンターや地域センターの研

究環境を整備すること等を通じて産業界、大学及び公

的研究機関の多様な人材を結集し、世界をリードする

研究開発を推進する。あわせて、施設や設備の外部利

用、共同研究時の知的財産の保有に関するルール作り

等を行う。 

・世界トップに立つ研究機関を目指し、論文数の拡大を

推進するとともに、その論文の被引用数に基づく世界

ランキングの向上を実現する。 

(2) 戦略的分野における国際協力の推進 

・燃料電池、バイオ燃料の技術等のクリーン・エネルギ

ー技術分野における米国の国立研究所との間の共同研

究等を推進し、国際的な人材交流、研究テーマの拡大

を実施する。 

・バイオマス等において、アジア諸国等の研究機関との

間で、現地における実証、性能評価に関する研究協力

等を拡大する。 

(3) 若手研究者のキャリアパス支援及び研究人材の交流

推進 

・産総研を通じてポスドク等の研究人材を共同研究の相

手先企業に派遣すること等により、若手研究者の能力

向上や就職の機会を拡大する。 

・企業の研究人材の受入れや産総研研究者の企業への派

遣等、人材交流を拡大する。 

 

５．研究開発成果の社会への普及 

(1) 知的財産の重点的な取得と企業への移転 

・産総研として取得し管理すべき知的財産の対象を重点

化するため、知的財産の取得や管理に係る方針を策定

する。 

・円滑な技術移転を実現するため、知的財産権の対価の

柔軟化など、管理体制等を見直す。 

(2) 研究開発成果を活用したベンチャー創出支援 

・産総研の研究成果だけでなく、大学、他の研究機関等

の成果を組み合わせた事業創出を支援する。事業の円

滑な発展のため、産総研職員の企業における兼業等を

促進する。 

(3) 研究開発成果を活用しようとする者への出資による

実用化支援 

・研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベーショ

ンの創出を図るため、産総研の研究開発の成果を事業

活動において活用しようとする者に対し、出資（金銭

出資を除く。）並びに人的及び技術的援助の業務を行

う。 

(4) 企業や一般国民との直接対話を通じた広報の強化 

・オープンラボ等を通じた積極的な広報により、研究者

や国民に対し産総研の成果を直接アピールする機会を

拡大し、認知度を高める。 

 

６．その他 

・平成24年3月31日限りで特許庁からの委託による特許

生物株の寄託や分譲等の業務等の全部を廃止する。な

お、当該業務については、同年4月1日から独立行政法

人製品評価技術基盤機構が承継する。 

・上記１～５を踏まえ、下記の分野について、それぞれ

別表に示した具体的な技術開発を進める。 

   鉱工業の科学技術 【別表１】 

   地質の調査    【別表２】 

   計量の標準    【別表３】 

 

Ⅲ．業務運営の効率化  

１．業務運営の抜本的効率化 

(1) 管理費、総人件費等の削減・見直し 

・運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加され

るもの、拡充分等は除外した上で、一般管理費は毎年

度3%以上を削減し、業務費は毎年度1%以上を削減す

る。 

・総人件費は、「簡素で効率的な政府を実現するための

行政改革の推進に関する法律」(平成18年法律第47号)

等に基づき、平成18年度から5年間で5%以上を基本と

する削減等の取組を引き続き実施するとともに、「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成

18年7月7日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を

平成23年度まで継続する。 

・一般管理費、諸手当及び法定外福利費について、適正

な水準であるか等を含め、不断の確認を行い改善する。 

・施設管理業務等について、アウトソーシングを推進し、

包括契約や複数年度契約の導入等により一層効率化を

進める。 
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・独立行政法人を対象とした横断的な見直しについては、

随時適切に対応する。 

(2) 契約状況の点検・見直し 

・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」

（平成21年11月17日閣議決定）に基づき、契約を徹底

的に見直す。 

・一者応札及び100%落札率の削減等について有識者の

意見を踏まえた改善を実施する。 

２．研究活動の高度化のための取組 

(1) 研究組織及び事業の機動的な見直し、外部からの研

究評価の充実 

・外部からの研究評価の結果等を踏まえ、研究組織の改

廃等を機動的に実施する。また、研究評価の充実に向

け、評価者が研究内容を適切に把握できるように、研

究者との意見交換等の機会を拡大する。 

・「産総研研究戦略」を策定し、研究の重点分野、政策

との関係、他の機関との連携強化のための取組等を明

らかにし、研究成果の目標等を具体的かつ定量的に示

す。 

・地域センター、産総研イノベーションスクール、専門

技術者育成事業、ベンチャー開発センターについては、

その成果について確認を行い、最大限の効果が得られ

るよう改善する。 

(2) 研究機器や設備の効率的な整備と活用 

・新たな事業所等の設置等については、その必要性や経

費の節減に十分配慮する。 

・研究機器や設備の配置の機動的見直し、外部の者への

利用機会の拡大を進める。 

 

３．職員が能力を最大限発揮するための取組 

(1) 女性や外国人を含む優秀かつ多様な人材の確保及び

育成 

・中長期的な人材の確保及び育成に関する人事戦略を新

たに策定する。橋渡し研究等を効果的に実施するため、

技術マネージャーの育成など多様なキャリアパスを確

立する。 

・女性研究者の比率を高めるとともに、外国人研究者の

受入れを進める。また、定年により産総研を退職する

人材の活用を図る。 

(2) 職員の能力、職責及び実績の適切な評価 

・職員の評価について、研究活動のみならず、産総研の

その他の業務への貢献等を適切に考慮する。 

 

４．国民からの信頼の確保・向上 

(1) コンプライアンスの推進 

・法令遵守を更に徹底するとともに、役職員のコンプラ

イアンスに関する意識向上のための活動を通じ、産総

研の社会的信頼性の維持及び向上を図る。 

・国民の信頼確保の観点から、情報の公開及び個人情報

保護に適正に対応する。 

(2) 安全衛生及び周辺環境への配慮 

・事故及び災害の未然防止等の安全確保策を推進すると

ともに、職員の健康に配慮することにより、職員が安

心して職務に専念できる職場環境づくりを進める。 

・研究活動に伴い周辺環境に影響が生じないよう、適切

な対応を進めるとともに、エネルギーの有効利用の促

進に取り組む。 

 

Ⅳ．財務内容の改善に関する事項  

(1) 運営費交付金及び外部資金の効果的な使用 

・運営費交付金を充当して行う事業については、「Ⅲ．

業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮

した中期計画の予算を作成し、効率的に運営する。 

・外部資金の獲得に際して、産総研業務との関係性の審

査を行う。また、外部資金を用いた研究活動について、

他の研究活動とのバランスが確保できるよう適切に実

施する。 

(2) 共同研究等を通じた自己収入の増加 

・共同研究を通じた民間の研究資金の受入れ、特許使用

料、施設利用料等の拡大を進める。 

 

別表１ 鉱工業の科学技術 

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研究開

発の推進 

 二酸化炭素等の温室効果ガス排出量を削減しつつ、

資源・エネルギーの安定供給及び確保を図るグリー

ン・イノベーションを推進するため、再生可能エネル

ギーの導入拡大技術、エネルギー供給システムの高度

化、運輸、民生、産業部門等における省エネルギーに

資する革新的技術開発を行う。また、資源の確保と有

効利用とともに、グリーン・イノベーションを支える

材料及びデバイスの開発、産業の環境負荷低減や安全

性の評価及び管理技術、廃棄物等の発生抑制技術と適

正処理技術の開発を行う。 

 

１．再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発 

 低炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギー（太

陽光発電、バイオマス、風力、地熱等）の有効利用の

ための技術開発を行う。また、変動を伴う自然エネル

ギーを利用するための高効率なエネルギーマネジメン

トシステムの開発を行う。 

1-(1) 太陽光発電の効率、信頼性の向上技術 

 我が国の再生可能エネルギー拡大の大宗を担う太陽

光発電の利用拡大のために、発電効率と信頼性の向上

のための技術の開発を行う。 

1-(2) 多様な再生可能エネルギーの有効利用技術 

 多様な再生可能エネルギーの利用を拡大するため、

バイオマス、風力、地熱資源等を有効に利用する技術

の開発を行う。 

1-(3) 高効率なエネルギーマネジメントシステム 
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 出力変動の大きな自然エネルギーの大量かつ高効率

な利用を可能とするエネルギーマネジメントシステム

技術及びそのために必要な要素技術の開発を行う。 

 

２．省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

 省エネルギー推進による低炭素社会の実現のため、

運輸システムの高度化、住宅、ビル、工場の省エネル

ギー技術及び情報通信の省エネルギー技術の開発を行

う。 

2-(1) 運輸システムの省エネルギー技術 

 輸送機械の二酸化炭素排出量の低減に貢献するため、

安全かつ低コストで高エネルギー密度化を実現する電

池材料、燃料電池自動車用水素貯蔵技術、輸送機器の

軽量化技術、自動車エンジンシステムの高度化技術、

市街地移動システム技術の開発を行う。 

2-(2) 住宅、ビル、工場の省エネルギー技術 

 戸建て住宅等の電力設備を効率的に運用し、省エネ

ルギーを実現する電力マネジメント技術の開発を行う

とともに、分散型蓄電デバイスの高エネルギー密度化、

定置用燃料電池の高効率化技術の開発を行う。また、

未利用熱エネルギーの高度利用技術、省エネルギー性

能に優れた建築部材及び家電部材の開発を行う。 

2-(3) 情報通信の省エネルギー技術 

 情報通信機器の省エネルギーに貢献するため、電子

デバイス、入出力機器の省エネルギー化技術の開発を

行う。また、大容量情報伝送技術、情報処理システム

の高効率化技術の開発を行う。 

 

３．資源の確保と高度利用技術の開発 

 物質循環型の社会を実現するため、バイオマスから

の化学品等の製造技術の開発を行う。また、枯渇性資

源の最大活用のために未利用化石資源であるメタンハ

イドレートの利用技術、石炭の高度利用技術、鉱物資

源（レアメタル等）の省使用化、再生及び代替に関す

る技術の開発を行う。 

3-(1) バイオマスの利用拡大 

 バイオマスから、化学品等を製造するプロセス技術

の開発を行う。 

3-(2) 化石資源の開発技術と高度利用技術 

 メタンハイドレートから天然ガスを生産するための

技術開発及び石炭ガス化プロセス等にかかわる基盤技

術の開発を行う。 

3-(3) 資源の有効利用技術及び代替技術 

 レアメタル等の資源確保に資するため、ライフサイ

クルを考慮した物質循環評価技術の開発を行うととも

に、廃棄物及び未利用資源からレアメタル等を効率的

に分別及び回収する技術、レアメタル等の有効利用技

術及び代替技術の開発を行う。また、レアメタル等の

陸域鉱床探査と資源ポテンシャル評価、海底鉱物資源

調査、大陸棚画定に係る国連審査のフォローアップを

行う。 

 

４．グリーン・イノベーションの核となる材料、デバイ

スの開発 

 革新的材料、デバイス創成のため、ナノレベルで機

能発現する材料、多機能部材、ナノチューブ、炭素系

材料の量産化と産業化技術の開発を行う。また、グリ

ーン・イノベーションの実現に必要となる電子デバイ

スの高機能化技術及び高付加価値化技術の開発を行う。

材料、デバイスの効果的かつ効率的な開発のためのプ

ラットフォームを整備してオープンイノベーションを

推進する。 

4-(1) ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材 

 ナノスケールの特異な物性を利用して機能を発現す

る新しい材料、多機能部材や革新的光、電子デバイス、

高予測性シミュレーション技術の開発を行う。 

4-(2) ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 

 従来材料より優れた様々な特性を有し産業化が期待

されるカーボンナノチューブの大量生産技術の開発を

行うとともに、透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジ

スタへの応用技術の開発を行う。また、有機ナノチュ

ーブ、ダイヤモンド等の合成技術及び利用技術の開発

を行う。 

4-(3) ナノエレクトロニクスのオープンイノベーション

の推進 

 高付加価値デバイスの効率的、効果的な技術開発の

ため、ナノエレクトロニクスのオープンイノベーショ

ンのためのプラットフォームを整備し、オープンイノ

ベーションを推進する。また、高性能かつ高機能なナ

ノスケールの光、電子デバイスの開発を行う。 

 

５．産業の環境負荷低減技術の開発 

 産業の環境への負荷を最小限にするため、機械加工、

化学、バイオ等の各種製造プロセスの効率化技術の開

発を行うとともに、環境保全技術の開発を行う。 

5-(1) 製造技術の低コスト化、高効率化、低環境負荷の

推進 

 製造技術の低コスト化、高効率化及び低環境負荷を

実現するための、革新的製造技術であるミニマルマニ

ュファクチャリングの開発を行う。また、レーザー加

工技術による高効率なオンデマンド技術の開発を行う。 

5-(2) グリーンサステナブルケミストリーの推進 

 酸化技術、触媒技術、膜分離技術、ナノ空孔技術、

マイクロリアクター技術、特異的反応場利用技術等を

用いた環境負荷の少ない製造プロセス技術の開発を行

う。 

5-(3) バイオプロセス活用による高効率な高品質物質の

生産技術 

 微生物や酵素を利用したバイオプロセス技術の開発

を行う。特に、微生物資源や有用遺伝子の探索と機能
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解明、生体高分子や生体システムの高度化、遺伝子組

換え植物産出技術と植物工場システムの開発を行う。 

5-(4) 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システ

ム製造技術 

 センサ、光通信、医療・バイオ、自動車など多様な

分野に適用が期待される小型、高精度で省エネルギー

性に優れたマイクロ電子機械システムの低コストな大

面積製造技術の開発を行う。 

5-(5) 環境負荷低減技術、修復技術 

 産業活動に伴って発生した環境負荷物質について、

選択的吸着技術、触媒技術等を活用した浄化技術及び

自然浄化機能を利用した環境修復技術の開発を行う。 

 

６．持続発展可能な社会に向けたエネルギー評価技術、

安全性評価及び管理技術並びに環境計測及び評価技術

の開発 

 二酸化炭素削減のための技術と取組の評価手法を開

発するとともに、その開発及び技術の導入シナリオ並

びに二酸化炭素削減ポテンシャルを明らかにし、技術

開発、施策等の分析と評価を行う。また、産業活動に

おける安全性を向上させるため、先端科学技術、生産

活動、化学物質の安全性と環境の評価技術の開発を行

う。 

6-(1) 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

 二酸化炭素の回収貯留、水素を媒体としたエネルギ

ーシステム等、革新的なエネルギーシステムの関連技

術について、開発や導入シナリオの分析と評価を行う。 

6-(2) 持続発展可能な社会と産業システムの分析 

 様々な二酸化炭素削減のための技術と試みについて、

原単位や消費者の行動等を解析して二酸化炭素削減率

の定量化を行い、それら方策の削減ポテンシャルを明

らかにし、技術開発、技術のシステム化、市場システ

ムの分析と評価を行う。 

6-(3) 先端科学技術のイノベーションを支える安全性評

価手法 

 先端科学技術の実用化と製品化のために必要となる

安全性評価手法を開発する。特に、カーボンナノチュ

ーブ等の工業ナノ材料について、有害性評価、ばく露

評価及びリスク評価手法を開発する。 

6-(4) 産業保安のための安全性評価技術、安全管理技術 

 事故事例情報をデータベース化するとともに、産業

保安のための安全性評価、安全管理技術の開発を行う。 

6-(5) 化学物質の最適管理手法の確立 

 化学物質のリスク評価と安全管理技術、発火と爆発

危険性の評価技術の開発を行う。 

6-(6) 環境の計測技術、生体及び環境の評価技術 

 産業活動に伴って発生した環境負荷物質等の計測技

術、生体影響評価技術、環境影響評価技術の開発を行

う。 

 

Ⅱ．ライフ・イノベーションを実現するための研究開発

の推進 

 国民が安心して暮らすことができる社会を実現し、

ライフ・イノベーションを推進するために必要な安

全・安心、健康に貢献する研究開発を推進する。具体

的には創薬技術や医療診断技術の開発、人の健康状態

を評価する計測技術、情報通信（IT、センサ）やロ

ボット技術による身体の負担軽減や介護支援技術等の

開発を行う。 

 

１．先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発 

 健康長寿社会のニーズに応えるため、創薬技術及び

医療診断技術を含む先進的な医療支援技術の開発を行

う。 

1-(1) 細胞操作及び生体材料に関する技術の応用による

医療支援技術 

 再生医療等の先進医療支援技術を確立するための基

盤となる細胞操作技術及び生体材料技術や診断機器の

開発を行う。 

1-(2) 生体分子の機能分析及び解析に関する技術 

 医療支援技術として、生体分子の機能分析及び解析

技術と、それらの技術に基づく創薬技術の開発を行う。 

1-(3) 情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術や

診断技術 

 ヒトの遺伝子、RNA、タンパク質、糖鎖情報等の

バイオデータベースを整備するとともに、医薬品開発

のため、それら情報の利用技術の開発を行う。 

 

２．健康な生き方を実現する技術の開発 

 心身共に健康な社会生活を実現するための基盤とな

る人の生理、心理及び行動の測定技術、生体情報の計

測技術及び評価技術並びにそれぞれの人の健康状態に

合わせた社会生活を実現するための支援技術の開発を

行う。 

2-(1) 人の機能と活動の高度計測技術 

 人の健康状態を把握するための基盤となる生理、心

理及び行動の測定技術並びに測定装置の開発を行うと

ともに、標準化に取り組む。 

2-(2) 生体情報に基づく健康状態の評価技術 

 人の健康状態を評価するための生体情報の計測及び

評価技術の開発を行うとともに、標準化に向けてデー

タベースを構築する。 

2-(3) 健康の回復と健康生活を実現する技術 

 人の健康状態に合わせた社会生活を実現するため、

介護、医療等の負担の軽減、心身機能の回復、心身活

動能力の補助のための技術の開発を行う。 

 

３．生活安全のための技術開発 

 高齢化社会の到来に対応した事故防止、生活支援の

ため、情報通信及びロボット技術を活用した安全な社
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会生活支援技術の開発を行う。 

3-(1) IT による生活安全技術 

 安全な社会生活の実現を IT 技術で支援するため、

センサを用いた人や生活環境のモニタリングシステム、

消費者情報保護のための情報セキュリティ技術の開発

を行う。 

3-(2) 生活支援ロボットの安全の確立 

 生活支援ロボットを実環境で安全に動作させるため

必要となる安全性の評価技術の開発を行う。 

 

Ⅲ．他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

 我が国の産業競争力を維持していくため、先端的な

情報通信産業や製造業の創出につながる材料、デバイ

ス、システム技術の開発を行う。また、サービス生産

性の向上と新サービスの創出を目指して、情報技術、

機械技術の開発を行う。 

 

１．高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム技

術の開発 

 情報通信の高度化のための、光、電子デバイスの高

機能化及び高付加価値化技術の開発を行う。また、

IT 活用による製造技術及びシステム技術の高効率化

及び高機能化に取り組む。 

1-(1) デバイスの高機能化と高付加価値化技術 

 更なる微細化を実現する革新的電子デバイス、大容

量光送受信を可能とする超小型全光スイッチ、情報入

出力機器のフレキシブル化と小型軽量化を実現する高

性能光入出力素子の技術開発を行う。また、電子デバ

イスの構造、物性及び新機能予測を行うシミュレーシ

ョンシステムの開発を行う。 

1-(2) IT 活用によるシステムの高効率化及び高機能化 

 IT を利用したシステムの高機能化に取り組む。特

に、産業用ロボット知能化技術、人間機能シミュレー

ション技術等の開発を行う。 

1-(3) ナノエレクトロニクスのオープンイノベーション

の推進（Ⅰ-4-(3)を再掲） 

 高付加価値デバイスの効率的、効果的な技術開発の

ため、ナノエレクトロニクスのオープンイノベーショ

ンのためのプラットフォームを整備し、オープンイノ

ベーションを推進する。また、高性能かつ高機能なナ

ノスケールの光、電子デバイスの開発を行う。 

 

２．イノベーションの核となる材料とシステムの開発 

 革新的な材料、システムを創成するため、ナノレベ

ルで機能発現する材料、多機能部材ナノカーボン材料

の量産化技術、マイクロ電子機械システムの開発を行

う。 

2-(1) ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材（Ⅰ

− 4-(1)を再掲） 

 ナノスケールの特異な物性を利用して機能を発現す

る新しい材料、多機能部材や革新的光、電子デバイス、

高予測性シミュレーション技術の開発を行う。 

2-(2) ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用

（Ⅰ− 4-(2)を再掲） 

 従来材料より優れた様々な特性を有し産業化が期待

されるカーボンナノチューブの大量生産技術の開発を

行うとともに、透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジ

スタへの応用技術の開発を行う。また、有機ナノチュ

ーブ、ダイヤモンド等の合成技術及び利用技術の開発

を行う。 

2-(3) 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システ

ム製造技術（Ⅰ− 5-(4)を再掲） 

 センサ、光通信、医療・バイオ、自動車など多様な

分野に適用が期待される小型、高精度で省エネルギー

性に優れたマイクロ電子機械システムの低コストな大

面積製造技術の開発を行う。 

 

３．情報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と新

サービスの創出への貢献 

 我が国のサービス産業の生産性向上と新サービスの

創出を目指してサービスプロセスを変革する情報技術、

機械技術の開発を行う。 

3-(1) 科学的手法に基づくサービス生産性の向上 

 サービスの生産性を向上させるため、現場の情報か

ら利用者行動をシミュレーションし、サービス設計を

支援するサービス工学基盤技術の開発を行う。 

3-(2) 高度情報サービスプラットフォームの構築 

 サービスの生産性を向上させるためのクラウド型等

の情報プラットフォーム技術の開発を行う。 

3-(3) サービスの省力化のためのロボット化（機械化）

技術 

 サービス産業へのロボット導入に当たって必要とな

るロボットの自律移動技術や、ロボットによる物体の

把持技術、ロボットと人とのインタラクション技術の

開発を行う。 

3-(4) 技術融合による新サービスの創出 

 既存の技術を融合することによる新サービス創出に

取り組む。メディア処理とウェブでのインタラクショ

ンを融合したコンテンツサービスの創出、情報技術と

災害軽減、危機管理、環境保全、資源探査などの技術

を融合した地理空間情報サービスの創出、メディア技

術とロボット技術を融合した人間動作の模擬技術の創

出に取り組む。 

3-(5) 情報基盤における安全性や信頼性の確立 

 IC カード等のハードウェアや基幹ソフトウェア等

の情報システムのセキュリティ対策技術、信頼性検証

技術など情報基盤の安全性評価技術の開発を行う。 

 

Ⅳ．イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評

価基盤の整備 
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 広範囲にわたる産業活動を横断的及び共通的に支援

するため、基盤的、先端的計測技術の開発を行うとと

もに、得られた知見を戦略的にデータベース化し、ま

た、試験評価方法の標準化により評価基盤を構築する。 

 

１．技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立の

ための計測基盤技術 

 産業活動を支援するためのツールとなる計測評価技

術、先端計測及び分析機器の開発を行うとともに、そ

れらの標準化を推進する。また、計測技術を発展、統

合させて、生産性向上をもたらす課題解決策（ソリュ

ーション）として生産現場に提供する。 

1-(1) 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解析

技術及び評価基盤技術 

 材料、部材及び構造物における損傷、劣化現象等の

安全性及び信頼性の評価にかかわる計測技術の研究開

発を行うとともに、産業界に提供する。特に、有機、

生体関連ナノ物質の状態計測技術、ナノ材料プロセス

における構造と機能計測及び総合解析技術の開発を行

う。 

1-(2) 先端計測技術及び分析機器の開発 

 新たな産業技術の創出と発展を促進するため、材料

評価、デバイス、システム評価のための先端的計測技

術及び分析機器に関する研究開発を行うとともに、そ

れらの標準化を推進する。 

1-(3) 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開発

と提供 

 産業界における製品の品質と生産性の向上の基盤と

なる生産計測技術の開発を行い、計測にかかわる総合

的な課題解決策を提供する。 

 

２．知的基盤としてのデータベースの構築と活用 

 先端産業技術の開発と社会の安全・安心のための基

盤となる重要な計測評価データを蓄積し、データベー

スとして産業界と社会に提供する。 

2-(1) 標準化を支援するデータベース 

 標準化を支援し、産業技術の基盤となる物質のスペ

クトル、熱物性等のデータベースを構築し、提供する。 

2-(2) 資源等の有効利用を支援するデータベース 

 資源等の有効利用を支援するために必要な地質、環

境、地図情報などをデータベース化し、利用しやすい

形で提供する。 

2-(3) 社会の持続的な発展を支援するデータベース 

 環境・エネルギー技術、社会の安全・安心及びもの

づくりの基盤となる重要なデータを集積し、データベ

ースとして提供する。 

 

３．基準認証技術の開発と標準化 

 材料、製品、サービスの商取引に必要となる適合性

評価技術の開発を行うとともに、民間における適合性

評価事業の育成を推進する。 

3-(1) 適合性評価技術 

 新技術の事業化を促進するため、民間では困難な性

能や安全性に関する実証に取り組む。また、新規の素

材、製品、サービス等の社会普及を促進するため、商

取引、規制において求められる性能、安全性等に関す

る適合性評価技術を開発し、そのような評価技術の民

間移転に積極的に取り組み、民間による適合性評価機

能の強化を図る。 

 

別表２ 地質の調査（地質情報の整備による産業技術

基盤、社会安全基盤の確保） 

地殻変動が活発な地域に位置する我が国において、安

全かつ安心な産業活動や社会生活を実現し、持続的発展

が可能な社会の実現に貢献するために、国土及び周辺地

域の地質に関する状況を適切に把握し、これに応じ必要

な対応を行うことが求められている。このため、国土及

び周辺地域の地質情報の整備と供給、地質情報による産

業技術基盤、社会安全基盤の確保に関する研究開発を行

う。また、地質の調査に関する国際活動において協力を

行う。 

 

１．国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大 

 国土と周辺地域において地質の調査、研究を実施し、

地質情報の整備を行うとともに、衛星情報の高度化及

び高精度化に関する研究を行う。また、地質の調査、

研究の成果を社会に普及するための体制を整備する。 

1-(1) 陸域・海域の地質調査及び地球科学基本図の高精

度化 

 地質の調査に関する研究手法と技術の高度化を進め、

これらの知見も活用し、長期的な計画に基づき、国土

の地質情報基盤である地質図、海洋地質図、重力図及

び空中磁気図の作成及び改訂を行う。また、国土の地

球科学基本図等データベースを整備し、それら情報の

信頼性と精度を向上させるとともに、利便性の向上を

図り、地質情報の標準化を行う。 

1-(2) 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及び

環境情報の整備 

 地質図が整備されていない都市平野部及び沿岸域の

地質について、調査、研究を行うとともに、地質情報

及び環境情報を整備する。 

1-(3) 衛星画像情報及び地質情報の統合化と利用拡大 

自然災害、資源探査、地球温暖化、水循環等に関す

る地球観測の一環として、地質に関する衛星情報を整

備するとともに、それら情報の利用拡大のための研究

を行う。 

 

２．地圏の環境と資源に係る評価技術の開発 

 国土利用の促進、資源開発及び高レベル放射性廃棄

物の地層処分の安全性の確保を目的とした地質の調査、
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研究を行う。 

2-(1) 地圏の環境の保全と利用のための評価技術の開発 

 土壌汚染、二酸化炭素地中貯留及び地層処分につい

て、地圏の環境の保全と適切な利用にかかわる評価技

術の開発を行うとともに、その普及に努める。 

2-(2) 地圏の資源のポテンシャル評価 

 陸海域の、鉱物資源、燃料資源、地下水資源及び地

熱資源に関するポテンシャル評価を行う。 

2-(3) 放射性廃棄物処分の安全規制のための地質環境評

価技術の開発 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分事業の安全規制に

係る国の施策に資するため、地質現象の長期変動及び

地質環境の隔離性能に関する地質学的、水文地質学的

知見を技術情報としてとりまとめるとともに、長期的

視点から地層処分の安全規制への技術的支援を行う。 

 

３．地質災害の将来予測と評価技術の開発 

 地震、火山等の自然災害による被害の軽減のため、

活断層、地震発生や火山噴火のメカニズム及び地下水

位の変動などに関する調査、研究を行う。 

3-(1) 活断層調査、地震観測等による地震予測の高精度

化 

 活断層について活動履歴の調査を行い、活断層の活

動性評価を実施するとともに、地震災害の予測手法を

開発する。また、海溝型地震と巨大津波の予測手法を

高度化するための調査、研究を行う。 

3-(2) 火山噴火推移予測の高精度化 

 火山噴火予知及び火山防災のための火山情報を提供

するため、火山の噴火活動履歴及び噴火メカニズムに

ついて調査、研究を行う。 

 

４．地質情報の提供、普及 

 社会のニーズに的確に応じ、地質情報を活用しやす

い情報、媒体で提供、普及する。 

4-(1) 地質情報の提供、普及 

 地質の調査に係る研究成果を社会に普及するため、

地質図類、報告書等を出版するとともに、電子媒体や

ウェブによる地質情報の普及体制を整備し、地質標本

館の有効活用を図る。また、地方公共団体及び民間に

おける地質情報を活用する取組に対し支援を行う。 

4-(2) 緊急地質調査、研究の実施 

 地震、火山噴火をはじめとする自然災害発生に際し

て、社会的な要請等に機動的に対応して緊急の調査、

研究を行うとともに、必要な関連情報の発信を行う。 

 

５．国際研究協力の強化、推進 

 地質に関する各種の国際組織及び国際研究計画に参

画するとともに、産総研が有する知見を活かし、国際

的な研究協力を積極的に行う。 

5-(1) 国際研究協力の強化、推進 

 アジア、アフリカ、南米地域を中心とした地質に関

する各種の国際研究協力を積極的に推進する。 

 

別表３ 計量の標準（計量標準の設定・供給による産

業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 産業、通商、社会で必要とされる試験、検査や分析の

結果に国際同等性を証明する技術的根拠を与え、先端技

術開発や産業化の基盤となる計量の標準を整備するとと

もに、計量法で規定されている法定計量業務を的確に行

うことにより、我が国経済活動の国際市場での円滑な発

展、国内産業の競争力の維持、強化と新規産業の創出の

支援、グリーン・イノベーション及びライフ・イノベー

ションの実現に貢献する。 

 

１．新たな国家計量標準の整備 

 我が国経済及び産業の発展、あらゆる計測の信頼性

を産業と社会が共有するために信頼性の源となる国家

計量標準を引き続き開発、整備するとともに、新たな

計量標準については迅速に供給する。特に、環境への

負荷低減（低炭素社会の実現、物質循環型社会の実

現）、国民生活の安心・安全社会の実現、健康長寿社

会の実現、技術革新による次世代産業の推進、及び国

際通商の円滑な実施を支える国家計量標準については、

産業界や社会の要請に即応して整備し、多様な供給の

要請に対して柔軟に対応する。 

1-(1) グリーン・イノベーションの実現を支える計量標

準の整備 

 グリーン・イノベーションの推進に必要な計量標準

を早急に開発、整備し、供給する。 

1-(2) ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準

の整備 

 ライフ・イノベーションの実現に向け、先進医療機

器の開発に必要な計量標準を開発・整備、供給する。

また、食品の安全性や生活環境の健全性確保に資する

ため、食品分析に係る計量標準、有害化学物質の計量

標準を開発、整備、供給する。 

1-(3) 産業の国際展開を支える計量標準の整備 

 我が国産業の国際通商を円滑に行うために必要な計

量標準を開発、整備、供給する。また、代表的な技術

革新分野において、基盤的計量標準を開発、整備、供

給する。 

 

２．国家計量標準の高度化 

 我が国のイノベーション基盤を強化するため、国家

計量標準を確実に維持、供給するとともにその高度化、

合理化、校正事業者の認定審査の支援、計量トレーサ

ビリティ体系の高度化と合理化を行う。 

2-(1) 国家計量標準の維持、供給 

 国家計量標準を維持管理し、校正サービス、標準物

質等の供給、品質システムの運用を行う。 
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2-(2) 国家計量標準の高度化、合理化 

 より高度な技術ニーズ及び社会ニーズに対応するた

め、特に省エネ技術の推進、産業現場計測器の信頼性

確保及び中小企業の技術開発力の向上を支援する計量

標準について、その高度化、合理化を行う。 

2-(3) 計量標準政策に関する調査と技術支援 

 計量トレーサビリティ体系の設計、維持運用につい

て調査を行い、政府の知的基盤の整備に関する技術支

援を行う。 

2-(4) 計量標準供給制度への技術支援 

 JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）を主

体とする計量標準供給制度の運用に関する技術支援を

行う。 

2-(5) 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化 

 利用者が信頼性、コスト、迅速性及び効率性の観点

から最適な手段により計量トレーサビリティを確保で

きるように、技術開発の実施と運用方法の拡充を行い、

計量トレーサビリティ体系の高度化と合理化を図る。 

 

３．法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推進 

 法定計量業務を適正に実施し、計量行政を支援する

とともに、経済のグローバル化に対応した計量器の適

合性評価システムの整備、普及を促進する。 

3-(1) 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

 特定計量器に関する試験検査業務を国際標準の品質

管理の下、適正に実施し、特定計量器の製造技術及び

利用技術の調査などを通じ計量行政への支援を行う。 

3-(2) 適合性評価技術の開発と工業標準化への取組 

 特定計量器についての新たな適合性評価技術を開発、

整備する。また、一般計測及び分析器についても評価

技術を開発し、測定手続の基準、試験規格の確立と普

及を図る。 

 

４．国際計量標準への貢献 

 計量標準、法定計量に関連する国際活動に主導的に

参画し、我が国の技術を反映した計量システムを諸外

国に積極的に普及させるとともに、メートル条約と法

定計量機関を設立する条約のメンバー国と協調して国

際計量標準への寄与に努める。また、先進的な計量ト

レーサビリティ体系の構築に努める。 

4-(1) 次世代計量標準の開発 

 次世代の計量標準を世界に先駆けて開発し、国際計

量標準の構築において優位性を確保するとともに、我

が国の優れた標準技術を国際標準に反映させ、また、

先端技術開発を支援する。 

4-(2) 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

 国際的計量組織の一員として、国家計量標準の同等

性に関する国際相互承認体制（MRA）及び計量器の

技術基準の同等性に関する国際相互受入れ取決め

（MAA）を発展するよう促していく。また、開発途

上国が、通商の基盤となる自国の計量標準を確立でき

るよう支援をしていく。 

4-(3) 計量標準分野における校正、法定計量分野におけ

る適合性評価の国際協力の展開 

 二国間の MOU（技術協力覚書）の締結、維持によ

り、製品の認証に必要となる計量標準の同等性を確保

し、特定の計量器における適合性評価結果の受入れを

可能にするための国際協力を行う。 

５．計量の教習と人材の育成 

 法定計量業務に対応できるよう、国内の法定計量技

術者の技術力向上を図るとともに、公的機関、産業界

及び開発途上諸国の計量技術者を育成する。 

5-(1) 計量の教習 

 法定計量の技術を教習して、国内の法定計量技術者

の計量技術レベルの向上を図る。 

5-(2) 計量の研修と計量技術者の育成 

 公的機関、産業界及びアジア諸国の技術者を対象と

して、人材育成プログラムや資料を作成するとともに、

研修を行い、計量技術者を育成する。 

 



資 料 

(1020) 

 
 

 
 

４．中期目標 

  

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の

向上に関する事項 

１．「課題解決型国家」の実現に向けた研究開発の重点

分野 

(1) 世界をリードする「グリーン・イノベーション」、

「ライフ・イノベーション」の推進 

（戦略的な研究企画及び研究資源配分の重点化） 

【第3期中期計画】 

・グリーン・イノベーションの推進のため、太陽光発電、

次世代自動車、ナノ材料、情報通信の省エネルギー化

等の技術開発を加速化する。太陽光発電技術について

は、大幅な性能向上と低コスト化を目指し、薄膜シリ

コン等の太陽電池デバイス材料の効率を相対値で10%
向上させるとともに、太陽光発電システム普及のため

の基盤となる基準セル校正技術、性能・信頼性評価技

術等を開発し、それらを産業界に供給する。 

 

【平成25年度計画】 

・中期計画に従い、性能向上技術の開発を加速し、基盤

技術提供、コンソーシアム研究などにより産業界との

連携を密にする。太陽光発電システムの普及を目指し、

基準セル校正技術の不確かさ低減、新型太陽電池実効

性能評価技術の確立に向けた取り組みを推進すると共

に米国、欧州およびアジア地域の研究機関との国際比

較測定、人材交流、技術指導等の連携による国際整合

性を推進する。太陽電池発電量、長期信頼性に関わる

評価技術を加速推進する。引き続き、太陽電池の材料、

プロセス、構造に係る技術開発を行い、変換効率の向

上を図る。 

【平成25年度実績】 

・超高温黒体輻射に基づく基準セル校正技術の不確かさ

低減研究および新型太陽電池の JIS、IEC 標準化、評

価技術等の基盤技術開発を推進した。国際比較測定、

人材交流、アジア地域での技術指導を推進した。発電

量推定方式の検証とデータベース化準備を行い、長期

信頼性についてはバイパス・ダイオードの健全性検査

方法を考案した。コンソーシアム等により産業界と連

携して材料、プロセス、構造に係る技術開発を行い、

化合物薄膜太陽電池、薄膜シリコン太陽電池で世界最

高効率を達成した。 

 

【第3期中期計画】  

・次世代自動車普及の鍵となる蓄電池について、安全・

低コストを兼ね備えた高エネルギー密度（単電池で

250Wh/kg 以上）を設計可能な電池機能材料（正極材

料、負極材料等）を開発する。また、燃料電池自動車

用水素貯蔵技術として、高い貯蔵量（5重量%）と優

れた繰り返し特性を有する材料の設計技術を開発する。 

【平成25年度計画】 

・酸化物正極については、組成比及び価数の最適化を進

め、実電池組込時の容量損の低減のため初期充放電効

率を80%以上に高めることを目指す。シリコン系負極

については、300サイクル後の容量維持率を80%まで

向上させるとともに、釘刺し等でも発火しない電池を

実現する。 

【平成25年度実績】 

・酸化物正極は、Li 過剰系への Fe や Ni の固溶と段階

充電法により、250mAh/g の高容量で初期充電効率

89%を達成した。シリコン系負極は、組成制御と新開

発のバインダ及び箔により、300サイクル後の容量維

持率80%への向上と、試作電池において釘刺し試験等

でも発火しない極めて高い安全性を実証した。 

 

【平成25年度計画】 

・V 系材料に関し、合金組成と作製条件の異なる材料に

ついて中性子回折実験、放射光 X 線等の実験を進め、 

繰り返し特性の向上に関わる因子を明らかにする。

Mg 系材料では、低温熱源が利用可能な新規材料を探

索するため、中性子実験および核磁気共鳴測定の結果

から材料中の水素の位置および存在状態を解析し、低

温作動に必要な構造的条件を検討する。 

【平成25年度実績】 

・V 系材料に関し、合金組成の異なる材料について、中

性子、放射光 X 線等の実験を進め、組成によらず、

吸蔵放出の繰り返しによる劣化時には格子欠陥の蓄積

がみられることを確認した。高い水素貯蔵密度（5重

量%、50g/リットル）を達成した Mg 系材料において、

低温作動に必要な構造的条件を検討するため水素の存

在状態の解析を進めた結果、ナノメートルサイズの

Mg 基組織がバルク状 Mg に比べ同じ温度で高い吸蔵

圧力を示すことが判り、作動温度を低下できる可能性

を見出した。 

 

【第3期中期計画】 

・部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用

が可能なカーボンナノチューブについて、キログラム

単位で単層カーボンナノチューブのサンプル提供が可

能な600g/日の生産規模の量産技術を開発し、キャパ

シタ、炭素繊維、太陽電池等へ応用する。 

 

【平成25年度計画】 

・スーパーグロース法の商業プラント上市を実現するた

めに、実証プラントを運営し、用途開発企業に試料、

分散液、CNT 複合材料を提供する。用途開発を加速

するために、CNT の構造制御、および電気、熱伝導

特性を5倍以上向上させる結晶性改善処理工程の開発

を行う。CNT の複合化技術の開発を行い、銅と同等

の電気伝導性を有し、1×108 A/cm2以上の耐電流密
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度を有する CNT 銅複合材料を実現する。平面基板上

で集積化されたマイクロキャパシタの開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・企業等に CNT 試料を40件以上、分散液、CNT 複合

材料を60件程度提供した。CNT の直径や層数等を最

適化し、CNT の熱伝導特性を従来の5倍以上向上させ

た。銅と同程度の導電率（室温で4.7×105S/cm）で、

6×108A/cm2以上の耐電流密度を有する CNT 銅複合

材料を開発した。平面基板上に集積化したマイクロキ

ャパシタの作製技術開発に成功した。eDIPS 法単層

CNT の分散液インクを用いた印刷製造技術により移

動度10cm2/Vs 以上とオンオフ比106以上の性能を有す

る薄膜トランジスタを実現した。 

 

【第3期中期計画】 

・情報通信機器の省エネルギー（記憶素子の置き換えに

よりパソコンの待機電力を約1/5に削減）を可能とす

る不揮発性メモリ（電源オフでのメモリ保存）技術を

開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・情報機器の大幅な省電力を可能にする不揮発性メモリ

であるスピン RAM について、その中核技術である垂

直型磁気抵抗素子の磁気抵抗比を倍増させることによ

り、読出し時の消費電力を半減させる。また、記憶層

の不揮発性を高めるために、5Merg/cc 以上の高磁気

異方性の実現を前年度に引き続き目指す。これらを実

現するためにトンネル障壁と記憶層材料の最適化を行

う。さらに、1ナノ秒の書込み電圧とエラーの関係を

明らかにすることにより、高速書込み動作時の電圧の

最適化を行い、省電力書込み手法を開発する。 

【平成25年度実績】 

・これまで技術的に困難であったトンネル障壁層上に高

品質の記録層を持つ垂直磁化型磁気抵抗素子を開発し、

超低抵抗領域で100%を越える磁気抵抗比を初めて実

現し、読み出し時の消費電力を半減させた。高磁気異

方性については、Co ベースの人工格子薄膜を新規開

発し、11Merg/cc という巨大な磁気異方性を達成した。

省電力書き込み手法については、書き込み電圧とエラ

ーの関係を明らかにし、構築した理論と対比すること

で、許容エラーに対する書き込みマージンを求める手

法を構築した。 

 

【第3期中期計画】 

・ライフ・イノベーションの推進のため、先進的、総合

的な創薬支援、医療支援、遠隔医療支援、介護・福祉

ロボット等の技術開発を推進する。創薬、再生医療技

術については、創薬過程の高速化や再生医療基盤整備

のために、iPS 細胞の作製効率を10倍程度（現行1%
から10%程度に）に引き上げる技術を開発する。 

・遠隔医療システムについては、遠隔地から指導可能な

手術手技研修システムを開発し、低侵襲治療機器に即

したトレーニングシステムに適用する。 

・介護及び福祉のための生活支援ロボットについては、

製品化に不可欠な実環境下での安全の確立を目指して、

ロボットの新しい安全基準を構築し、ロボットを安全

に動作させる際に必要な基盤技術として15種類以上の

日常生活用品を対象とした物体把持技術等を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・10遺伝子以上を搭載可能な次世代 RNA 型ベクターを

構築し、ヒト iPS 細胞の作製効率や多分化能を改善

する因子を追加して4%の作製効率を目指す。これと

並行して、ヒト ES/iPS 細胞の品質管理や FACS での

分離が可能なプローブ「AiLec-S1」の高機能化を進

め、移植細胞のがん化を防ぐ技術への応用や、

ES/iPS 細胞以外のヒト幹細胞への適用を検討する。

また、ヒト間葉系幹細胞の標準化基盤技術に繋がる新

規マーカーの同定と、これを特異的に認識する糖鎖プ

ローブの開発を新たに行い、再生医療基盤整備を強化

する。 

【平成25年度実績】 

・10遺伝子を同時に搭載して安定に発現できる次世代

RNA ベクターの開発に成功した。このベクターに、

山中4因子（Oct4/Sox2/Klf4/c-Myc）と他の2個の初

期化因子を同時に搭載することにより、ヒト線維芽細

胞を10%超の効率で iPS 細胞に転換することに成功し

た。薬剤結合型 AiLec-S1を開発し、腫瘍の原因とな

る未分化 ES/iPS 細胞のみを特異的に殺傷することに

成功した。また、1滴の培養液で未分化 ES/iPS 細胞

の存在を検出するシステムを開発した。さらに、間葉

系幹細胞の分裂能有無を判別するマーカー候補 i 遺伝

子を15種類同定した。さらに、AiLec-S1に相当する

間葉系幹細胞表面糖鎖検出プローブ（AiLec-S2）を

見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・手術室-教育ラボ間および手術室内隣接型での遠隔手

術システムにより、様々な難度の手技レベルを要する

指導症例を蓄積する。その結果を基に、手術記録デー

タを用いた手術自習システムを試作し、医療現場での

異なるレベルの学習者の使用を念頭に置いた教育カリ

キュラムに必要な要素を抽出する。 

【平成25年度実績】 

・遠隔手術システムを用いた指導症例として、手術室で

の実地指導を1例記録した。これまでの蓄積により遠

隔指導と実地指導の間の比較を行うことが可能になり、

遠隔指導でも実地指導と同程度の指導効率であること

を確認した。また同システムをもとに、医療機器ソフ

トウェア開発キット SCCToolKit を使用した低価格



資 料 

(1022) 

 
 

 
 

な普及型の手術自習システムを試作した。 

 

【平成25年度計画】 

・生活支援ロボットと産業用ロボット、福祉機器などの

オーバーラップする領域の安全性を評価する技術につ

いて、既存の規格・試験方法などの網羅的調査を行う。

生活支援ロボットについては、これまで開発した安全

性評価手法を基盤に、性能評価、倫理審査手法を含め

た実証試験を行うためのスキームを構築する。 

【平成25年度実績】 

・生活支援、産業用、福祉分野のオーバーラップする領

域の製品安全性評価技術について、JIS 等の福祉機器

規格・試験の評価機関、および業界団体による調査を

行い、ロボット機器に適用する際の拡張方針を確立し

た。生活支援ロボットについて、性能評価、倫理審査

手法を含めた実証試験を行うためのスキームとして、

ソフトウェア開発 V 字モデルに基づく安全性評価手法

を人との関係に拡張し、有用性の観点を導入した評価

スキームを構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・これまでに構築してきた100種類の日常物品モデルの

中で、主要パーツが容器以外の物品についても、パー

ツの接続関係から階層的に表現したうえで、基幹物品

（階層クラスが上位に属し、かつ主要パーツと付属パ

ーツの組み合わせの中で使用頻度が高いもの）を抽出

する。これにより、日用品が多様であっても扱い方が

同じならば共通の把持技術を適用できるようにする。 

【平成25年度実績】 

・100種類の日常物品について、パーツの接続関係から

15種類の基幹物品（密閉容器、器、柄付き器、取っ手

付き器、注ぎ口付き器、蓋付き器、チューブ状容器、

棒状ツール、クリップツール、機能パネルツール、冊

子、単一パーツ物品（塊状、薄板状、棒状、紐状））

を選定し、物品把持の観点による日用品モデルを開発

した。これにより、中期計画にある15種類の日用品の

把持技術を達成した。 

 

【第3期中期計画】 

・技術のシステム化としては、電力エネルギーの高効率

利用のための低損失高耐圧なパワーデバイス技術等と

再生可能エネルギー利用機器とを組み合わせて安定し

た電力を供給するためのネットワークの設計及び評価、

マネジメントの技術等の開発を行う。また、早期の社

会導入を目指して、数十戸規模の住宅を対象とした実

証研究を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・柱上変圧器下流の複数住宅を対象とする、太陽光発電、

太陽熱温水器、ヒートポンプ、蓄電デバイス等から構

成される住宅エネルギーネットワークの統合マネジメ

ント実験を引き続き実施する。年間を通じて実験を行

い、各季節での省エネルギー効果の検証を行う。複数

住戸に分散設置された蓄電デバイスの制御手法の開発

に取り組み、システム全体の早期社会導入を目指して、

需要家の経済性についても評価する。 

【平成25年度実績】 

・柱上変圧器下流の複数住宅を対象とする、太陽光発電、

太陽熱温水器、ヒートポンプ、蓄電デバイス等から構

成される住宅エネルギーネットワークの統合マネジメ

ント実験として、温水融通実験により秋期と冬期にお

ける省エネルギー効果の評価を行った。複数住戸に分

散設置された蓄電デバイスの制御手法の開発のための

実験設備を整備した。蓄電デバイスの運用アルゴリズ

ムへの蓄電池の充放電による劣化コストを考慮した経

済性のモデルを構築した。 

 

(2) 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

【第3期中期計画】 

・デバイス材料のナノ構造の最適化により、省エネルギ

ー型ランプの光源となる光取出し効率80%以上の超高

効率な赤色及び黄色発光ダイオードを開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・共晶ボンディング薄膜型 LED については、電流拡散

構造とリッジ形状の最適化や、低屈折率膜を利用した

二重干渉効果などによる光取出し効率の上限値を見極

める。それと平行して、GaP 透明基板への LED ウェ

ハーの熱融着接合プロセスを確立し、電流拡散効果に

優れた ITO 透明電極を用いて共晶ボンディングデバ

イスよりも高い光取出し効率の実現を目指す。 

【平成25年度実績】 

・高効率リッジ構造 LED において電流拡散効果を高め

るため、昨年度までに開発した共晶ボンディング薄膜

構造と新たに GaP 透明基板への LED ウェハー熱融

着構造を検討した。その結果、新たな構造を作らず、

共晶ボンディング構造において電流拡散層を数ミクロ

ンと厚くしても高いエバネッセント光結合効果が得ら

れた。これより通常の平坦表面 LED デバイスより

3.8倍高い光取出し効率（絶対値で推定70%）を達成

した。さらに低屈折率膜を用いた二重干渉効果を追加

すれば、光取り出し効率の上限値は80%を超えること

を明らかにした。 

 

【第3期中期計画】 

・マイクロ電子機械システム（MEMS）製造技術によ

り超小型の通信機能付き電力エネルギーセンサチップ

を試作し、電力エネルギー制御の最適化によりクリー

ンルーム等の製造現場の消費エネルギーを10%削減す

るシステム技術の開発を行う。 
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【平成25年度計画】 

・製造現場等の消費エネルギーを10%削減するため「省

エネルギー対策の個別性」を考慮した電力プロファイ

リングシステムを開発する。具体的には無線センサネ

ットワークにより環境データを多点で観測することで、

消費電力のムダを適切に判断し、必要な省エネルギー

対策を明らかにできるシステムを試作する。 

【平成25年度実績】 

・環境データを多点で観測することで、消費電力のムダ

を「機能／電力」の観点より判断し、必要な省エネ対

策を明らかにして電力プロファイリングシステムを試

作し、約10ヶ所の小規模店舗社会実験によりその有用

性を検証した。現場には一定の電力を消費しながら適

正な機能を有しない機器が存在すること、機器の配置

変更や入替により「機能/電力」を最大50%改善できる

ことを明らかにし、消費エネルギーを10%削減するた

めのシステム実現の見通しを立てることができた。 

 

２．地域活性化の中核としての機能強化 

(1) 地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発の推

進 

【第3期中期計画】 

・各地域センターは、北海道センターの完全密閉型遺伝

子組換工場等を利用したバイオものづくり技術や関西

センターの蓄電池関連材料の評価技術等に基づくユビ

キタス社会のための材料技術、エネルギー技術などの

ように、地域の産業集積、技術的特性に基づいた地域

ニーズ等を踏まえて、研究分野を重点化し、地域経済

の競争力を支える最高水準の研究開発を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・地域経済に貢献する最高水準の研究開発を実施する。

また、地域事業計画について、必要に応じて見直しを

行う。 

【平成25年度実績】 

・地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発を推進

した。主な成果は次のとおり。 

1) 北海道センター：産総研植物工場を用いて、イチゴ

によるイヌ・インターフェロンの生産に成功し、共同

研究相手企業がイヌ歯肉炎軽減薬としての製造販売承

認を得（H25.10.11）、産総研植物工場の商業応用が

実現した。組換え植物（イチゴ）そのものが医薬品と

して認可されたのは世界初。また、全ゲノム中から有

用二次代謝物の合成遺伝子クラスタを、ゲノム情報・

発現情報の包括的解析によって見いだす MIDDAS-M
法を開発した。さらに、昨年度漁船搭載型の高性能小

型海水氷製氷機を共同開発した企業が北海道新技術・

新製品開発賞大賞を受賞した。 

2) 東北センター：NEDO プロジェクト「革新的塗装

装置の開発」の成果を発展させ、常温で固体である物

質の加熱溶融体に高圧二酸化炭素を混合して噴霧する

新しい微粒子製造技術を開発。共同研究を通じて環境

負荷の少ない省エネルギー型微粒子製造技術として企

業への技術移転を進めた。また、最先端のマイクロ波

化学プロセス技術を開発し、複合銅ナノ粒子合成や

TOC 分析装置用試料前処理に展開。後者は地域中小

企業がプロトタイプ装置を作成し、上市準備中。さら

に、粘土耐熱ガスバリア膜による GFRP の不燃化を

達成し、不燃規格適合認証を取得。 

3) 臨海副都心センター：第3期の課題であるライフ・

IT の融合研究を推進した。「バイオテクノロジー作

業ロボット開発」においては、共同研究相手の企業と

共に、高精度で多自由度の動きができる双腕ロボット

「まほろシステム」を開発し、国内大手製薬会社と公

的研究機関等に導入すると共に、海外からの引き合い

も多数あり、製品化に貢献した。「創薬支援拠点化」

においては、国内大手製薬会社3社と共同研究につい

て個別に内容を詰め、共同研究及び受託研究契約を成

立させると共に、慶應大学医学部及び同病院と産総研

の包括協定締結を実現し、国立がんセンターとの連携

も促進し、難治性疾患の抗体による早期診断開発や抗

がん作用を高める化合物を発見した。更に、「障害物

環境歩行ロボット」に関して、世界トップレベルの技

術を開発した。 

4) 中部センター：次世代自動車関連研究などで材料メ

ーカー等との連携を進め、既に設立した二つの技術研

究組合に加えて、今年度設立した技術研究組合「新構

造材料技術研究組合」と「未利用熱エネルギー革新的

活用技術研究組合」が中部センターにおいて活動を開

始した。また、「炭素繊維強化プラスチック

（CFRP）」について、名古屋大学ナショナルコンポ

ジットセンター（NCC）が国から受託した炭素繊維

複合材料開発プロジェクトより再委託を受け、NCC
の試料について材料評価を実施するとともに、CFRP
加工に向けて開発した WC-FeAl 超硬工具の性能試験

について公設試7所によるラウンドロビン試験を実施

中。さらに、ペアガラスを必要としないガスクロミッ

ク調光ミラーを開発し、地域企業を含む企業6社との

共同研究を開始した。市販の LPG カセットボンベを

使ったハンディ燃料電池システムを試作し、災害・非

常時用やアウトドア用、次世代自動車などの移動体用

電源への SOFC 発電システムの適用の可能性を示し、

NEDO より実用化に向けた企業との研究開発プロジ

ェクトを受託し、発電性能の確認と共に100時間の連

続発電、劣化率10%以下を達成した。 

5) 関西センター：従来の Li イオン電池の正極材料に

比べて、6倍近い理論容量を持つイオウ系正極材料を

用いた電池のサイクル寿命を実用レベルまで向上する

ことに成功し、電気自動車や大型蓄電池開発を目指し

た企業との共同研究を実施中。また、独自に開発した
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ナノカーボン高分子アクチュエーターにおいて、従来

の約百倍の繰り返し耐久性と数十倍の変位保持性を実

現し、実用化の目途を得た。さらに、ダイヤモンド半

導体を用いたダイオード整流素子を試作し、高温

（250℃）で高速・低損失動作を実現した。地域企業

の持つポリマー素材をベースに、産総研がリチウムイ

オン電池用の耐熱性バインダーを開発し、当該企業に

よる商品化に繋げた。平成25年度は企業や大学と共同

で核酸医薬の研究開発を進めた（経産省地域イノベー

ション創出実証研究補助事業）。分子複合医薬研究会

は25年度は4回（第14回～第17回）実施（延べ300名）

し、核酸医薬品開発に関わる企業、大学、公的研究機

関との情報共有と連携促進に貢献した。サポインに1

件採択（「世界市場を開拓する Sake・大吟醸生産シ

ステムの革新」）。独自の先端的研究開発を進め、テ

ス ト 設 計 の た め の FOT （ Feature Oriented 
Testing）技法の開発に成功し、共同研究１件，企業

との共同提案1件、技術移転（情報開示）1件に結びつ

いた。組込み適塾のプログラムにセキュリティ、機能

安全などの講義を追加し、内容を拡充した。 

6)  中国センター：セルロースナノファイバー

（CNF）等を利用する高性能複合材料製造に関して、

25年度に完成した200t 製造ラインを使用して高規格

木粉を製造し、共同研究相手先が10t/月で出荷を開始

した。また、工業生産が可能な湿潤セルロースナノフ

ァイバー（CNF）を直接複合化する方法により、ヒ

ノキを原料とした CNF1%添加ポリプロピレン

（PP）複合材で、引張強度1.3倍、弾性率1.4倍、伸

び600%を達成した。これにより、CNF 少量添加でも

高強度で弾力性のあるプラスチックを作成することが

でき、実用化に近づけることができた。 

7) 四国センター：高感度・迅速・簡便な測定が可能な

細胞チップ技術について、マラリア検出システムを確

立した。製品化に向け企業との共同研究を継続すると

ともに、マラリア感染の早期診断について実証試験を

実施し、アフリカで96件の結果を得た。循環がん細胞

検出については、血中試料を迅速に検出できる、簡

便・超安価なマイクロ流路チップを開発した。製品化

に向け企業との共同研究を推進中。地元企業との連携

では、産総研の遺伝子組換え酵母技術を活用した共同

研究により、「廃棄うどん」を原料としたバイオエタ

ノール生産技術を開発し事業化につなげた。 

8) 九州センター：窒化アルミニウムへの第3元素添加

による圧電特性の改善に成功し、携帯端末機器用の次

世代電子部品材料として技術移転を行った。また、各

種市販太陽電池モジュールの発電量評価を可能とする

屋外曝露サイトでのデータ解析を通じて、太陽電池の

種類や天候が発電量に及ぼす影響を明確化し、地域の

気象条件に適応した太陽電池を選択するためのデータ

ベースを構築した。さらに、半導体量産現場で利用で

きる微小欠陥検出技術を開発し、地域の半導体生産ラ

インへ導入した。 

 

【第3期中期計画】 

・各地域センターは、各地域の特徴を活かした分野にお

いて、大学、公設試験研究機関等と連携して、企業の

研究人材を積極的に受け入れ、最先端設備の供用やノ

ウハウを活かした共同研究等を実施し、国際水準の研

究開発成果を地域産業へ橋渡しすることにより、地域

の活性化に貢献する。 

 

【平成25年度計画】 

・各地域の産学官連携センターは、経済産業局や地方自

治体、商工会議所等との協力のもと、地域中小企業等

への総合的な支援体制として公設試験研究機関、大学、

産業支援機関等と形成した産学官連携ネットワークの

維持と展開を図るとともに、そのネットワークでの活

動を積極的に推進する。 

【平成25年度実績】 

・産学官連携ネットワークについて、これまで構築した

ネットワークをさらに拡充した。各地域センターにお

ける主な成果は次のとおり。 

1) 北海道センター：北海道の科学技術政策を推進して

いる中核機関（北海道経済産業局、北海道、北海道大

学、北海道立総合研究機構、北海道経済連合会、北海

道科学技術総合振興センター、(株)アミノアップ化

学）をメンバーとする北海道センター運営懇話会を新

設し、地域との連携ネットワークを強化した。また、

道内にある主要な22研究機関から成る R&B パーク札

幌大通サテライト（HiNT）の活動を事務局として牽

引し、道内の産学官連携活動の推進役を果たした。 

2) 東北センター：3つのコンソーシアム「グリーンプ

ロセスインキュベーションコンソーシアム（GIC）」、

「クレイチーム（Clayteam）」および「東北分析・

計測科学技術コンソーシアム（TCAST）」を運営し、

延べ10回の講演会、国際シンポジウム、見学会、研究

開発相談会等を実施した。東北イノベーションネット

ワーク協議会の運営に協力し、東北サテライトホ-ム

ページを介した技術情報、機器データベースの公開を

継続した。公設試験研究機関の協力を得て、有力企業

100社あまりとの連携をシステム化する「東北コラボ

100」を引き続き実施し、共同研究5件、その内外部資

金獲得3件に繋げるなど東北地域産業の復興・振興に

貢献した。 

3) 臨海副都心センター及び関東産学官連携推進室：平

成23年度から、東京都および神奈川県がライフイノベ

ーションの推進及び文化産業育成を目標とし策定した

東京区部・神奈川県臨海部広域基本計画との連携を開

始した。平成25年度は文化産業育成に関して、ユーザ

の声を反映したデザインと機能性を持った物作りのた
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めの研究会（平成25年3月立ち上げ）を運営し、外出

用グッズ2点のデザインと試作を行った。また、「足

入れの良い革靴」の研究開発を皮革産業関連中小企業

と連携して継続実施した。更に、秋田県が実施する

EV バス事業に対し、臨海副都心センターを核とし、

全産総研体制で協力を促進した。平成25年度は運行デ

ータを取得し解析を行った。 

4) 中部センター：名大や名工大との包括協定に基づき、

新たに FS 共同研究を5テーマ実施するとともに、名

古屋大学・グリーンモビリティ連携研究センターに3

名の客員教授を派遣し次世代産業の育成を推進した。

また、産総研コンソーシアム「名古屋工業技術協会」

により研究会・講演会を4回、見学会を1回開催し、産

学官ネットワークの活動を積極的に推進した。さらに、

産総研シーズの北陸地域での展開を目指して、北陸産

業活性化センターとの共催で技術普及講演会を金沢で

開催し、ネットワークの展開を図った。また、新たに

二つの産総研コンソーシアム（センサに関する材料、

デバイスなどの情報収集を図る「センシング技術コン

ソーシアム」及び省エネ建材への新材料の適用を図る

「建築物低炭素化材料評価システム技術コンソーシア

ム」）を設立し、関連業界のニーズの吸い上げと産総

研が持つシーズとのマッチングを図る体制を強化した。

さらに、名大、名工大との包括連携協定により育成し

てきた研究シーズを地域主要企業で構成される産総研

コンソーシアム「名古屋工業技術協会」の支援事業と

するスキームを創設し、今年度は2テーマが支援課題

に選定された。 

5) 関西センター：AIST 関西懇話会を2回開催し企業

との連携を促進した。大阪大学、京都大学との包括連

携協定を延長することで大学連携を促進した。公設試

に配置している研究支援アドバイザーを通した地域の

中小企業支援の一環として、蓄電池に関する講習会等

を実施した。池田泉州銀行の技術フェアへ大規模な出

展を行い地域企業との連携を促進した。フラウンホー

ファー研究機構と高分子アクチュエーターの連携研究

を推進し、関西センターでの連携拠点構築への道筋を

立てた。 

6) 中国センター：産総研と中国地域に拠点をもつ企業

とのネットワークを強化するために立ち上げた「産総

研中国センター友の会（産友会）」の会員企業（143

社/H26.3.31現在）の技術相談等を通じて発掘した技

術課題を産総研の技術シーズとマッチングさせて共同

研究へとつないだ。特に、平成25年度に採択となった

戦略予算事業「中小企業支援のためのランダムピッキ

ングロボットシステム開発」による、広島県立総合技

術研究所及びひろしま生産技術の会員企業との共同プ

ロジェクトを中核に、「広島県産業用ロボット活用高

度化研究会」の設立へと繋がるネットワーク拡充にも

貢献した。 

7) 四国センター：食品分析フォーラム（全国20公設試

参加：25年度は3機関が追加）において、食品中の機

能成分分析法の標準化のために4件共同分析を実施し3

件につき標準を作成した。6大学との研究プラットフ

ォームでは、「四国・住みたいまちに生きる」WG
を開催し、研究者と四国の将来像を想定した検討を行

ったほか、『食と健康』に係る研究シーズ情報の提供

を継続して実施した。伊予銀行との相互協力協定に基

づき「ものづくり相談会」（5社）を実施した。四国

地域イノベーション創出協議会等と連携し四国の企業

を支援、サポイン事業等3件の採択につなげた。 

8) 九州センター：連携・協力に関する協定を締結して

いる佐賀県と太陽電池モジュール長期信頼性に関する

研究を共同で実施し、新たな試験法の提案に繋がる基

盤データを得るとともに、国内外の市販太陽電池モジ

ュールの信頼性に関する差異を明確化した。また、同

協定に基づき企業向けセミナーの共同開催、県担当者

との合同企業訪問等の連携事業を実施した。「九州イ

ノベーション創出戦略会議」（（一財）九州産業技術

センター、中小企業基盤整備機構九州本部と共同で構

築した九州の大学・高専、公設試、産業支援機関、経

済団体等65機関からなる組織）の統括コーディネータ

として九州センターのイノベーションコーディネータ

を配置し、企業支援や関連する施策の立案・実施等に

おける連携を強化した。 

 

【平成25年度計画】 

・地域センターの有する技術分野については地域企業や

公設試験研究機関の人材を積極的に受け入れ、最先端

設備や最先端設備に関するノウハウを活用した共同研

究等を実施し、実用化を目指した研究開発や実践的な

人材育成等に貢献する。 

【平成25年度実績】 

・各地域センターでは共同研究等により、平成25年度に

1623名の外部人材を受け入れ、人材育成等に貢献した。

主な成果については次のとおり。 

1) 北海道センター：大学、専門学校、高専、企業から

72名の技術研修生を受け入れ、組換え植物や微生物に

よる物資生産技術、メタンハイドレート開発研究等に

ついての技術研修を実施して人材育成を行った。また、

共同研究により企業等からのべ57名を受け入れ、技術

移転に必要な人材育成を進めた。 

2) 東北センター：東北大学、東北学院大学、日本大学

などから、延べ15名の技術研修生を受け入れ、超臨界

流体技術、マイクロ波応用技術など、東北センターの

コア技術に関する技術人材育成に貢献した。また、民

間企業との共同研究に基づき延べ74名の人材を受け入

れた。産総研の成果をベースとした科学技術リテラシ

ーの向上を目的に「仙台まちなかサイエンス」を3回

開催し、延べ30名の参加があった。関西センター主催
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の組み込み適塾について TV 会議システムを介して東

北地域企業への講義を行い、延べ78名の参加があった。 

3) 臨海副都心センター：生命情報工学研究センターで

は、生命情報科学人材養成講座を継続実施した。平成

25年度は昨年度から実施している革新的ハイパフォー

マンス・コンピューティング・インフラ人材養成プロ

グラムを実施し、企業、大学教官・学生等、約280名

の受講者を育成した。また、臨海副都心センター全体

として、約120名の技術研修生を受け入れ、人材育成

に貢献した。 

4) 中部センター：評価設備、加工設備の共通化を進め、

材料プロセス・評価のプラットフォーム化に向けた活

動を開始した。また、産技連東海北陸地域部会傘下で、

新たに二つの研究会（炭素繊維複合材料機械加工技術

研究会とシンクロトロン光利用研究会）を組織し、

CFRP 共通試験片を用いたラウンドロビン試験やメ

ッキ膜の分析を実施し、公設試相互の連携促進とポテ

ンシャルの向上に寄与した。前者の研究会でのラウン

ドロビン試験によって7公設試の技術力を高め、後者

の研究会では計測実習などを4回実施した。名古屋大

学、名古屋工業大学等の大学から11名の学生を受け入

れるとともに、企業から共同研究等で160名を受け入

れ、人材育成に貢献した。なお、上記の研究会には、

のべ119名の参加があった。 

5) 関西センター：大学、企業から130名の技術研修生

を受け入れた。関西経済連合会や阪大と連携して高度

な組込みシステム技術者を養成する「組込み適塾」を

実施し、産総研の TV 会議システムにより講義を配信

した東北地域も含め、企業からのべ108名の参加があ

った。科学教室、サイエンスキャンプ活動、啓蒙講演

を実施し、2800名以上の生徒の指導を行った。 

6) 中国センター：森と人が共生する SMART 工場モ

デル実証事業を通じて、真庭市との包括協定に基づく

「バイオマス人材育成事業」を展開した。また、地域

産技連事業として、四国部会と連携し「公設試の研究

者を対象とした研修」を開催した。更に、バイオマス

人材育成については、東アジア等からの海外研修生

（2名）を受け入れ、国内大学からの技術研修生（近

畿大学、愛媛大学から各1名の計2名）を受け入れた。 

7) 四国センター：香川大学等からの技術研究生15名の

受入れ、企業との共同研究による受け入れ22名など、

技術人材育成に貢献した。また、公設試との連携強化

のため、香川県、愛媛県および高知県の産学官又は企

画相当の職員各１名を研究支援アドバイーザー（外来

研究員）に招聘した。一般公開ではスーパーサイエン

スハイスクール指定校の高松第一高校および観音寺第

一高校（生徒約40人）による研究成果ポスター発表お

よび科学体験コーナーの特別出展を実施し、研究者か

らの助言など意見交換を行った。 

8) 九州センター：産学官の78機関で構成される第Ⅱ期

高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシア

ムの取り組みにより、モジュールの劣化要因が従来考

えられていた水分ではなく酢酸であることを明確化し、

モジュール材料設計の指針を得た。ミニマル3DIC フ

ァブ開発研究会をはじめとする計測・診断システム研

究協議会（産総研コンソ）の取り組み等により、企業

及び公設試等と実施するサポイン（3件）、NEDO 受

託事業（1件：再委託）、JST A-STEP（3件）等を実

施した。上記コンソーシアムにおける共同研究等によ

る企業からの人材受け入れ48名を含め、企業等から53

名、公設試等から12名を受け入れた。 

 

(2) 中小企業への技術支援・人材育成の強化 

【第3期中期計画】 

・各地域センターは、公設試験研究機関等と連携し、中

小企業との共同研究等に加えて、最先端設備の供用や

ノウハウ等を活かした実証試験・性能評価等による中

小企業の製品への信頼性の付与等の技術支援、技術開

発情報の提供等を行い、中小企業の技術シーズの実用

化を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・地域産業活性化支援事業を積極的に実施する。さらに、

本事業による成果を活用して、公設試験研究機関や中

小企業と連携して、外部研究資金等を活用した本格的

な研究開発に結び付けるための活動等を行うことで、

中小企業の技術シーズの実用化を推進する。 

【平成25年度実績】 

・地域産業活性化支援事業により、10公設試から12名の

研究者を産総研に受け入れ、地元企業等の技術的課題

の解決を積極的に支援するとともに、保有する先端技

術を用いて技術移転と中小企業による技術シーズの実

用化を支援した。 

 

【平成25年度計画】 

・技術開発情報については、行政や産業界と連携した技

術セミナー等を開催により、地域企業等に提供する。 

【平成25年度実績】 

・外部に開かれた議論の場として本格研究ワークショッ

プを引き続き実施し、地域における行政や産業界に対

して技術開発情報等を発信した。本ワークショップに

おいて企業の基調講演を含む技術セミナー、企業や自

治体が出展したパネル展示、さらに展示会場に窓口を

併設して技術相談を行い、地域企業等の活性化のため

の取組を促進した。また、地域企業との産学官連携の

取組を発表する場として、産総研オープンラボ2013

（平成25年10月31日～11月1日つくばセンター）にて

地域センター講演会を開催し、144名の参加者があっ

た。さらに、各地域センターにおいても技術セミナー

等を開催し、産業界との交流の場を実現した。主な成
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果は次のとおり。 

1) 北海道センター：地域に関心の高い課題について専

門家が解説する北海道センター講演会を4回開催し、

延べ139名の参加を得た（平成25年7月25日、11月26日、

12月17日、平成26年3月12日）。また、第6回北海道地

区高専テクノ・イノベーションフォーラムを道内4高

専と共催し（平成26年3月3日）、北海道センター・イ

ノベーション・コーディネーターなどが技術的なアド

バイスや相談できる研究者の紹介を行った。 

2) 東北センター：東北サテライトを拠点に「産総研・

新技術セミナー」をほぼ毎月開催し延べ214名の参加

があった。また、その結果、外部研究資金への共同提

案を検討する企業が出てきており、そのうちの1件が

JST A-STEP ハイリスク挑戦タイプの採択に結実し

た。研究ユニットの成果報告会（10月11日）およびオ

ープンラボ形式の研修セミナー（12月10日）を開催し、

外部からそれぞれ約50名および約20名の参加があった。

産技連 東北航空宇宙産業研究会、プラスチック加工

技術研究会、東北再生可能エネルギー研究会の活動を

通して、各分野の技術情報をセミナー、見学会等で提

供し、247名の参加があった。 

3) 臨海副都心センター：平成24年度末から開始した利

用者の目線に基づくデザインとものづくりの試行事業

では、11回の研究会を開催し、のべ約150名が参加し

て、事業を推進した。秋田県の EV バス事業では、バ

スをプラットフォームとした事業化検討のために、運

行データの取得とデータベース化に寄与した。地域と

の連携ネットワーク構築のために、ELEMO セミナ

ー（メトロポリタンホテル平成24年6月26日、招待講

演1件、60名）で講演を行うとともに、EV バスコン

ソ全体会議（平成24年6月26日、12月18日、各30名）

に出席し、議論を行った。臨海地域産学官連携フォー

ラムの開催のため、臨海地域の企業・大学・研究機

関・自治体との調整を進め、初の会合を開催した（産

総研、平成26年2月、のべ70名）。都産技研との包括

連携協定に基づき、平成25年度都産技研研究成果発表

会(平成25年6月20日－21日、招待講演1件、440名）お

よび INNOVESTA!（都産技研、平成25年9月20日－

21日、招待講演1件、展示・実演2件、899名）を実施

した。国際研究交流大学村の協定に基づき、事務局会

合を毎月開催して情報交換を行うとともに、平成25年

度連絡協議会（産総研、平成26年3月）を実施した。

また、住民との交流イベント事業として、2013年国際

交流フェスティバル(平成25年8月24日、展示1件、

2527名)で展示を行った。 

4) 中部センター：「医療・住宅関連技術」「材料・プ

ロセス基盤技術」「次世代自動車・航空関連技術」に

関する最新の研究成果発表を目的とした研究発表会に

350名、センター主催のオープンラボに153名の参加が

あった（ともに平成25年6月25-26日）。また、名古屋

駅前イノベーションハブにおいて隔月で技術シーズ発

表会を「リサイクル関連技術」、「ロボット関連技

術」、「金属材料関連技術」をテーマに開催した。加

えて、CFRP 関連分野に中小企業の新規参入を支援

するため開始した8公設試との CFRP 評価に関する研

究会における調査課題を、強度評価に加えて加工性評

価にまで拡大した。 

5) 関西センター：産総研の研究支援アドバイザー制度

を利用して、公設研に集まる中小企業ニーズの把握、

公設研支援を通した中小企業の間接的支援を図り、地

域中小企業支援への公設研との連携強化を推進した。

平成25年度は、滋賀県からの依頼により滋賀県技術研

修「二次電池評価技術基礎講座」へ講師を派遣した。

また、ビジネス・エンカレッジ・フェア2013等の展示

会に出展し、地域企業との接点を増やす機会を設けた。

平成25年度に開催した4回（第14回～第17回）の分子

複合医薬研究会にのべ300名の参加があり、核酸医薬

品開発に関わる企業、大学、公的研究機関との情報共

有と連携促進に貢献した。日刊工業新聞社と「炭素繊

維シンポジウム」を開催し（平成25年11月15日）、

240名の参加を得た。第9回 UBUQEN フォーラム

「蓄電池・燃料電池関連技術の国際標準化」を開催し

（平成25年12月11日）、93名の参加を得た。 

6) 中国センター：地域企業のニーズに対応すべく、公

設試と連携し産総研の研究シーズと企業のニーズとの

マッチングの場として「産総研技術セミナー」を開催

した（平成25年度4回／参加者；鳥取（米子市）36名、

島根（松江市）74名、岡山（岡山市）44名、広島（広

島市159名）。また、オール産総研の研究シーズと中

国地域の研究開発型企業とのマッチングを目指す「産

総研中国センター技術交流サロン」を開催した（平成

25年度5回／第1回75名、第2回46名、第3回36名、第4

回98名、第5回110名）。平成23年度から、産総研オー

プンラボへのツアー企画として、中国地域の企業、大

学、公設試等へ「地域ニーズに応じたテーマ」を設定

しツアー企画を開催している。平成25年度は、企業大

学関係者を中心に、6コース103名を案内し、産総研研

究者との連携につなげた。産総研全体のポテンシャル

を把握してもらう絶好の機会として好評を博している。

更に、「中国地域のものづくり技術のオープンイノベ

ーション」をテーマに、地域経済を支える製造業の持

続的発展を実現する基盤技術であるものづくり技術

（特に、エネルギー、IT 技術）に光をあて、中国地

域の企業の課題解決に対して、産総研がいかにオープ

ンイノベーションハブとして貢献できるかを企業、大

学、支援機関、自治体、金融機関等と共有することを

目的として「産総研本格研究ワークショップ in やま

ぐち」を12月3日に山口市で開催し、181名の参加を得

た。 

7) 四国センター：公設試と連携し、地域企業のニーズ
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に応じたマッチングイベントとして「新技術セミナー

（全産総研の新技術の紹介）」を6回開催し、延べ202

名の参加を得た。また、四国工業研究会内の次世代バ

イオナノ研究会において、『幹細胞研究と再生医療』

など2回のシンポジウムを開催し、166名の参加を得た。

一般公開ではスーパーサイエンスハイスクール指定校

の高松第一高校および観音寺第一高校（生徒約40人）

による研究成果ポスター発表および科学体験コーナー

の特別出展を実施し、研究者からの助言など意見交換

を行った。 

8) 九州センター：九経局、九州・沖縄各県公設試他共

催計17機関、後援5機関で開催した九州・沖縄産業技

術オープンデー（平成25年11月27日）では375名の参

加があり、産業界との交流の場を実現した。産総研コ

ンソ「計測・診断システム研究協議会」では傘下の5

研究会の講演会合計15回のほか、総会講演会、出前シ

ンポジウムを開催し、企業等からのべ569名が参加し

た。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研と公設試験研究機関等で構成する産業技術連携

推進会議等を活用して、地域企業ニーズに基づく中小

企業、公設試験研究機関及び産総研の新たな共同研究

の形成や、研究成果移転や機器の相互利用促進のため

の研究会の設置等により中小企業技術支援体制の充実

を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・産業技術連携推進会議地域部会において、地域経済の

現状を踏まえたプロジェクトの共同提案等の取組みを

引き続き強化し、地域経済の活性化と再生に向け一層

寄与することを目指す。 

【平成25年度実績】 

・プロジェクトの共同提案へ向けた取組として、産業技

術連携推進会議において「研究連携支援事業」を6課

題（4地域部会、1技術部会）実施し、地域経済の活性

化に貢献した。 

 

【平成25年度計画】 

・産業技術連携推進会議技術部会において公設試験研究

機関の技術レベルの向上を図るため研究会や研修会活

動を積極的に実施すると共に、地域部会の活動を支援

し、地域中小企業の活性化やイノベーションの創出に

寄与する。 

【平成25年度実績】 

・公設試験研究機関の技術レベルの向上に向けた研究

会・講演会等(技術部会において89回開催（年度末ま

での予定を含む）)を引き続き実施した。また、「技

術向上支援事業」を3課題（3技術部会、2地域部会が

関与）採択し、持ち回り計測や依頼試験等の計測値に

関する公設試間の連携（知的基盤、製造プロセス、ナ

ノテクノロジー・材料部会等）を推進する事で、イノ

ベーションの創出に貢献した。 

 

【第3期中期計画】 

・共同研究や技術研修等の活動を通じて、地域の産業界

の研究人材を受け入れ、基盤的な研究活動等を共同で

実施し、産業化への橋渡し研究に活躍できる人材育成

を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・各種プロジェクトの立ち上げ支援や技術相談、セミナ

ー開催などを通じて地域の産業界の人材育成を行う。 

【平成25年度実績】 

・各地域センターにおいて経済産業局、公設試験研究機

関、商工会議所等とも連携して、技術シーズ発表会や

講演会、地域の技術センターにおける出前シンポジウ

ム等を開催し、人材育成を行った。また、包括協定を

締結している国立高専機構と連携した地域企業の支援

を実施した。さらに、中小企業との共同研究等で地域

センター総計187名の研究人材を受け入れ、人材育成

を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研が地域におけるハブとなり、地域を巻き込んだ

産学官連携の中核となって研究開発を推進することに

より、第3期中期目標期間中に3,000件以上の中小企業

との共同研究等を実施するとともに、10,000件以上の

技術相談を実施する。 

 

【平成25年度計画】 

・つくばセンターと各地域センターを合わせた中小企業

との共同研究件数、技術相談件数について第2期期間

中の年平均（それぞれ560件、1800件）を上回ること

を目指す。また、中小企業との共同研究については、

中小企業の技術シーズの実用化を推進するため、外部

研究資金等を活用した本格的な研究開発に結び付ける

ための FS 的な共同研究を行う中小企業共同研究スタ

ートアップ事業を引き続き実施する。 

【平成25年度実績】 

・中小企業との共同研究を609件、技術相談を2078件実

施した。中小企業との本格的な共同研究を推進するた

めに、産総研とともに公的研究資金等に提案を支援す

る「中小企業共同研究スタートアップ事業（22課

題）」等を実施した。この活動の成果も含め、主要な

中小企業向け研究資金である戦略的基盤技術高度化支

援事業に15件が採択された。 

 

【平成25年度計画】 

・被災地復興について、被災地対象の研究開発事業（復
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興促進プログラム等）への共同提案を支援する。また、

福島再生可能エネルギー研究開発拠点の機能強化の一

環として、被災三県（岩手県、宮城県、福島県）に所

在する企業が開発した技術シーズに対する性能評価・

品質評価等の事業を新たに開始する。 

【平成25年度実績】 

・JST の A-STEP ハイリスク挑戦タイプ（復興促進

型）に、産総研が参画した案件が15件提案され、うち

10件が採択された。また「被災地企業の技術シーズ評

価プログラム」の事業設計、公募、審査委員会事務局

を担当し、一次公募で8件、二次公募で3件を採択した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に開始した「中小企業グローバルトップ性

能製品の評価手法の開発」事業の3課題を継続すると

ともに、新たな課題をスタートさせ、中小企業のグロ

ーバル展開を支援する活動の継続を図る。 

【平成25年度実績】 

・「中小企業グローバルトップ性能製品の評価手法の開

発」事業について、新規公募と継続審査を行い、新規

3件と継続3件の課題を採択した。また、継続案件につ

いては進捗状況報告会を開催した。報告会で現況を分

析し、本事業を活用した産総研シーズ事業化のさらな

る促進を図った。 

 

３．産業・社会の「安全・安心」を支える基盤の整備 

(1) 国家計量標準の高度化及び地質情報の戦略的整備 

【第3期中期計画】 

・我が国の技術革新や先端産業の国際競争力を支え、ま

た新素材、新製品の安全性や信頼性を評価する基盤と

して必要な計量標準62種類を新たに開発し、供給を開

始する。また、第1期、第2期を通じて開発した計量標

準約530種類を維持、供給するとともに、産業現場の

ニーズに応える高度化、合理化を進め、トレーサビリ

ティの普及を促進する。 

 

【平成25年度計画】 

・中期計画で整備予定のグリーン・イノベーション、ラ

イフ・イノベーション等の推進に資する62種類の新規

標準のうち、17種類を新たに整備する。第2期までに

開発した約530種類の既存の計量標準においても、20

種類の標準に関して供給範囲の拡大や不確かさ低減等

の高度化を行う。 

【平成25年度実績】 

・中期計画にあるグリーン・イノベーション、ライフ・

イノベーション等の推進に資する新規標準として、24

種類を整備した。既存の計量標準においても、18種類

について供給範囲の拡大や不確かさ低減等の高度化を

行った。 

  

【第3期中期計画】 

・国土と周辺域において地質の調査を実施し、国土の基

本情報として社会の要請に応えた地球科学基本図の作

成及び関連情報の整備を行う。具体的には資源エネル

ギーの安定確保、防災等に資するため、従来に比して

電子化などにより利便性を高めた各種地質図や活断層

及び活火山などのデータベース等を整備、供給する。

また、第3期中期目標期間中に5万分の1地質図幅を計

20図幅作成する。 

 

【平成25年度計画】 

・第3期中期計画における地質の調査として、防災の基

礎となる地質情報の充実、資源・エネルギーの安定確

保に向けた地質情報の整備、利便性の向上および利活

用の促進を目標とした地質情報整備に注力し、国の知

的基盤整備計画に貢献する。具体的には、地質図幅等

の地球科学基本図や活断層・津波履歴、資源ポテンシ

ャル、衛星画像情報などの基盤情報の整備・高精度化

を推進する。特にボーリング資料の一元的データベー

ス化を開始する。またデータの国際標準化を進め、地

質統合ポータルとしてのコンテンツ充実を進める。 

【平成25年度実績】 

・防災および資源・エネルギーに関する地質情報として

5万分の1地質図幅3区画、火山地質図2面、海洋の地質

図2図等を整備した。東海〜四国地域での新たな津波

堆積物を確認するほか、下北半島で17世紀の巨大津波

の痕跡を発見した。モンゴル、南アで現地調査を行い、

重希土類鉱床の分布・鉱量を確認した。また、関東平

野中央部に対するボーリング資料と供に物理探査・地

下水等の情報を整理した。利便性の良い地質情報の発

信として地質図 Navi を正式公開すると供に、各種地

質 DB をクラウドサーバに統合・整理し、配信・公表

した。 

   

(2) 新規技術の性能及び安全性の評価機能の充実 

【第3期中期計画】 

・新たに生み出された製品やサービスに対して、その性

能や安全性を客観的に評価する計測、評価及び分析技

術を開発し、試験方法、試験装置及び規格等の作成を

通じて普及させる。その際、企業及び業界団体や、基

準認証関係機関とコンソーシアムを形成し、開発、作

成、普及を加速する。また、国際標準化活動をコンソ

ーシアム活動に反映するために、それぞれのプロジェ

クトを横断的に管理する組織を平成22年度中に産総研

に設置して、基準認証関係機関との連携を促進し、効

果的な標準化活動を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・標準化戦略会議を運営し、活動方針について産総研全

体の意識共有を図るとともに、標準化に関するシンポ
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ジウムを開催し、所内外の関係者に向けて情報発信に

努める。 

・国際標準化の推進を通じて、新規技術の性能や安全性

を客観的に評価する技術の開発、市場拡大・産業競争

力強化に資する組織・体制作りを支援する。 

【平成25年度実績】 

・産総研の国際標準推進の大枠の方向性について議論す

る標準化戦略会議（委員11名、うち外部有識者6名）

の第7回会議を7月に開催し、これまでの議論内容を総

括した。標準化戦略会議は今回をもって終了とした。

第3回国際標準化推進戦略シンポジウムを7月に開催、

産総研における標準化・認証支援の取り組みを対外的

に情報発信した。製造業を中心として、民間企業・業

界団体を中心に368名（産総研37、外部331）の参加者

があり、活発な討論が行われた。また情報発信の一環

として平成24年度に開催した第2回国際標準化推進戦

略シンポジウムの議論を書籍「未来をひらく国際標準

2」としてまとめ、一般の書店で販売を開始した。 

・標準化戦略会議の議論を踏まえ、標準化課題の調査を

行い標準基盤研究等に反映することで、所内研究者等

の標準化・適合性評価活動への貢献を積極的に支援し

た。 

 

【第3期中期計画】 

・我が国の認証体制を強化するために、新たな技術に対

する試験法及び評価方法の標準化を推進し、人材育成

などにより技術の民間移転を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・認証のための技術開発とその技術移転を促進するため、

依頼試験を行うとともに技能試験等への支援を行う。 

【平成25年度実績】 

・認証のための技術開発と技術移転を促進するため、9

件の依頼試験及び LED 電球の測光・測色能力に関す

る技能試験等1件を管理・実施するとともに、適合性

評価に関わる所内活動の調査を行い3件 について予算

的支援を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・性能・安全性評価のために必要な知的基盤として、信

頼性が明示された材料特性等のデータベースの整備、

供給を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・物質・材料の性能・安全性評価のために必要な知的基

盤として、信頼性の高い有機化合物のスペクトルデー

タベース（SDBS）、分散型熱物性 DB のデータ更新

とデータバンクの公開を進める。 

・中期計画の目的に応じたデータベースを連携させ、利

用者の要求に応じた部分を抽出するデータ提供サービ

スとして、産総研データバンク構想を推進する。 

【平成25年度実績】 

・信頼性の明示された有機化合物のスペクトルデータベ

ース（約5,100万アクセス）、分散型熱物性 DB（約

94万アクセス）について公開を行い、データバンクと

して統合を進めた。 

・産総研で公開している複数のデータベース間を連携さ

せ、地理空間・地図系、物質・材料系、人体系、情報

系にまとめることで、利用者の要求に応じた産総研デ

ータバンク構想を推進し、その一部をクラウド化した

データバンクとして公開した。 

 

(3) 研究開発成果の戦略的な国際標準化、アジアへの展

開 

【第3期中期計画】 

・我が国の産業競争力の向上のため、標準化が求められ

る技術については、その研究開発の開始に際して、あ

らかじめ標準化することを前提として計画的に実施す

るなど、国際及び国内標準化を重視した取組を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・標準化戦略会議で議論される国際標準活動の大枠の方

針に関する議論に基づき、産業界や社会的ニーズ、行

政からの要請に対応する「標準基盤研究」を推進する。 

【平成25年度実績】 

・標準化戦略会議を開催し、IT セキュリティ等の調査

研究（標準化 FS 課題）を実施し、戦略的な取組みを

支援した。戦略会議での議論に基づき、標準基盤研究

24件を実施し、産業界や社会的ニーズ、行政からの要

請に対応した国際標準、国内標準の作成に貢献した。 

 

【平成25年度計画】 

・ナノテクノロジー分野の国際標準化活動を主導するた

め、ISO/TC229ナノテクノロジー国内審議団体として

国内審議委員会の運営、ISO/TC229総会へ代表団派遣

等を実施する。さらに、最適な運営体制のあり方を検

討する。 

【平成25年度実績】 

・ISO/TC229ナノテクノロジー審議団体として、3回の

本委員会と用語・命名法、計量・計測、環境・安全、

材料規格の分科会を計4回開催するとともに、11月ブ

ラジルでの TC229会合及び総会に日本代表団を派遣

し、日本から提案しているナノ粒子の計測方法等の議

論を行った。国内審議委員会事務局として産業界、関

係省庁等との調整も含め、円滑に委員会を運営した。

運営体制のあり方について、業界団体等と検討を行っ

た。 

 

【平成25年度計画】 

・標準物質の国際標準化活動を主導するため、
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ISO/REMCO 国内審議団体として国内審議委員会の

運営、ISO/RENCO 総会へ代表団派遣等を実施する。 

【平成25年度実績】 

・ISO/REMCO（標準物質委員会）の国内審議団体とし

て、2回の委員会を開催するとともに、6月オーストラ

リアで開催された REMCO 総会に日本代表団を派遣

し議論を行った。国内審議委員会事務局として産業界、

関係省庁等との調整も含め、円滑に委員会を運営した。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研公式ホームページにおいて、研究成果に基づい

て制定された規格情報や国際標準化推進戦略シンポジ

ウムの情報等を発信する。 

【平成25年度実績】 

・産総研公式ホームページ内の国際標準推進部ページに

おいて、研究成果に基づいて制定された規格情報や国

際標準化推進戦略シンポジウムの情報等を発信した。

また、「サイエンス・スクエアつくば」標準化コーナ

ーを活用し、産総研の活動として一体的にアピールし

た。 

 

【平成25年度計画】 

・所内研究者及び産業界の標準関係者に国際標準化活動

に理解を求め、協力体制の構築が円滑に行えるよう国

際標準化セミナー等を行う。 

【平成25年度実績】 

・所内研修の一環として、国際標準化セミナーを実施し

た。また、経済産業省の次世代標準化人材養成プログ

ラム（ヤングプロフェッショナルジャパン）にも協力

し、実地研修を2回行った。 

 

【平成25年度計画】 

・標準化活動に携わった者が所内外で適切に評価される

よう、所内の評価者への啓発活動や社会に向けた産総

研の標準化活動実績の PR 等を行う。 

【平成25年度実績】 

・標準化研究課題の進捗を平成25年度版工業標準化研究

開発進捗総覧として、また所内標準化関係者の活動を

平成25年度版国際標準関連機関役職者一覧として発行

し、国際標準化活動実績を所内外へアピールすること

で、標準化活動に携わった者のインセンティブを高め

る活動を行った。また、工業標準化事業の推進のため

国際標準や日本工業規格の作成、啓蒙・普及等に寄与

した活動に努めた結果、工業標準化事業表彰で経済産

業大臣賞を1名、産業技術環境局長賞を2名が受賞した。 

 

【第3期中期計画】 

・国際標準化を検討する国際会議への派遣等を前提とし

た、国際標準化活動における第3期中期目標期間終了

時までのエキスパート登録数は、100名以上を目標と

する。 

 

【平成25年度計画】 

・国際会議における議長、幹事、コンビーナ及びエキス

パート（プロジェクトリーダを含む）を積極的に引き

受ける。また、産総研職員が国際標準化のリーダシッ

プを発揮する環境を強化するべく、国際会議参加への

支援を実施する。 

【平成25年度実績】 

・国際会議において総勢49名が議長、幹事、コンビーナ

等の国際役職者に就任し、のべ199名のエキスパート

を登録した。国際標準化の環境を強化するべく、国際

会議参加旅費補助などの支援を行い、38人が会議に参

加した。 

 

【第3期中期計画】 

・バイオマス燃料の品質評価等の標準及び適合性評価技

術のアジア諸国での円滑な定着等、アジア諸国との研

究協力、標準化に向けた共同作業を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・東アジア・ASEAN 経済研究センター（ERIA）のエ

ネルギープロジェクト事業において、バイオ・ディー

ゼル燃料の標準化・持続性評価等を加速するため、研

究者の交流等を促進し、研究開発の推進を図る。 

【平成25年度実績】 

・東アジア・ASEAN 経済研究センター（ERIA）のエ

ネルギープロジェクトにおいて、バイオディーゼル燃

料の標準化・持続性評価の加速、ならびに研究者交流

の促進に貢献した。また、新規 ERIA ワーキングプ

ロジェクト（2013-2015）を提案し、再生可能エネル

ギーに関する3件のワーキングプロジェクトが採択さ

れた。 

  

【第3期中期計画】 

・国際標準化を計画的に推進することにより産総研の成

果を基とした国内提案も含めた標準化の第3期中期目

標期間中の素案作成数は、100件以上、うちアジア諸

国との共同で15件以上を目標とする。 

 

【平成25年度計画】 

・日本工業標準調査会（JISC）、国際標準化機構

（ISO）、国際電気標準会議（IEC）及び国際フォー

ラムなどにおいて、産総研の研究成果を活用した標準

化に取組み、国内及び国際標準策定を支援する。 

【平成25年度実績】 

・標準基盤研究を推進することなどにより産総研の成果

を基にした JIS、ISO 等の規格案をとりまとめ、国内

外の標準化機関へ36件（国際標準26、国内標準10）の

提案等を行い、積極的な規格化を図った。 
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【平成25年度計画】 

・規格素案作成のため、経済産業省「国際標準共同研究

開発事業」など標準化推進事業の受託拡大を図る。ま

た、日米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業に

基づく国際標準化を実施する。 

【平成25年度実績】 

・関連する業界団体等と連携し新規に標準化関連委託事

業を3件受託し、継続を含め計11件実施した。また日

米政府エネルギー・環境協力合意に基づく米国国立標

準技術研究所（NIST）との標準化協力受託事業につ

いて1月に PJ ミーティングを開催した。 

 

【平成25年度計画】 

・我が国の標準化活動を促進するため、アジア諸国との

関係構築のための諸協力を実施する。 

【平成25年度実績】 

・アジア諸国との共同規格提案を目指して、その候補案

件のフォローアップを実施した。 

 

【平成25年度計画】 

・基準認証イノベーション技術研究組合アジア基準認証

推進事業を技術的にリードすると共に、組合事業の拡

大にあわせて産総研の技術力を活かした国際標準化に

向けた技術的サポートを実施する。 

【平成25年度実績】 

・基準認証イノベーション技術研究組合に参画し、産総

研施設の提供による研究開発支援及び組合関連委員会

への委員登録によりアジア基準認証推進事業への技術

的サポートを行った。 

 

４．「知恵」と「人材」を結集した研究開発体制の構築 

(1) 産学官が結集して行う研究開発の推進 

【第3期中期計画】 

・産総研のインフラをコアにして、産業界、大学及び公

的研究機関の多様な人材や研究施設等を集約した最先

端のナノテク拠点を構築し、既存電子デバイスの基本

的限界を打破し、微細化や低消費電力化をもたらす高

性能、高機能なナノスケールの電子、光デバイスの開

発を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・実証評価ラインの施設高度化と信頼性向上に努め、試

作品質を維持する。つくば西-7E 棟（TIA 連携棟）

を加えたナノテク拠点で、ナノスケール電子光融合デ

バイス開発を本格展開する。TIA 施設・設備に係る

24時間運用の可能性を検討する等、拠点ユーザの要請

に柔軟に応じるとともに、共同研究の拡大を図る。 

【平成25年度実績】 

・実証評価ラインへの多目的洗浄装置の新規導入による

施設高度化と老朽化装置の更新による信頼性向上を進

め、試作品質を維持した。つくば西-7E 棟（TIA 連

携棟）に電子光融合デバイスの作製装置を移設し、デ

バイス開発の本格展開を開始した。平成25年5月より

スーパークリーンルームの24時間運用を一部開始し、

拠点ユーザの要請に応じて共同研究の拡大に努めた。 

 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電では我が国唯一の一次基準太陽電池セルの

校正機関としての知見を生かし、大規模フィールドテ

ストや屋外評価技術等の拠点化を行い、実用化に必要

な研究開発を加速する。 

 

【平成25年度計画】 

・市場で喫緊の課題となっている電圧誘起劣化の機構を

明確化し、当該劣化の解決に資する技術を開発する。

長期にわたり屋外曝露した太陽電池モジュールと加速

試験を施したモジュールにおいて劣化現象を解析し、

両者の差異を比較検討することで、長期信頼性を担保

可能な加速試験法を開発する。各種加速試験で得られ

た部材の設計指針をもとに新規部材をモジュールに適

用し、長寿命モジュールの実用化に資する基盤技術を

開発する。 

【平成25年度実績】 

・電圧誘起劣化の主要因がナトリウムの拡散であること、

n 型結晶シリコン太陽電池や化合物薄膜太陽電池でも

電圧誘起劣化が生じることを確認するとともに、カバ

ーガラス、封止材、反射防止膜の工夫により電圧誘起

劣化を抑止した。太陽電池モジュール内に滞留した酢

酸量を指標として、高温高湿試験と屋外曝露の相関を

調査し、高温高湿試験2000～3000時間が屋外曝露約20

年に相当する可能性を見出した。封止材の改良により、

端面封止を施さずとも、認証試験の10倍の時間の高温

高湿試験後に劣化が生じない薄膜太陽電池を開発した。 

  

【第3期中期計画】 

・革新的な電池材料や評価技術の開発を行うための拠点

を、材料分野において世界的なシェアを有する国内複

数企業を結集し、構築する。 

 

【平成25年度計画】 

・評価基準書最終版作成に向けて、小形、標準、及び、

大形ラミネート型セルの電池の特性相関性の把握によ

る簡易評価法の検討や過充電等の安全性評価法の検討

を行う。 

【平成25年度実績】 

・コインセル、小形、標準、及び、大形ラミネート型セ

ルでの電池特性（充放電特性）データの取得とその解

析結果から相関性が把握でき、少量サンプルの評価が

可能となることが分かった。また、主として過充電、

過熱に関する安全性評価法を検討し、その手順を取り
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まとめた。これまでに構築した世界的シェアを有する

国内複数企業を中心とした拠点において、取りまとめ

られた評価手法、手順などを、全参画者と共有し、評

価基準書最終版作成に向けた準備を進めた。 

  

【第3期中期計画】 

・生活支援ロボットでは世界初となるロボットの新しい

安全基準を構築し、実証試験を行うための拠点を構築

する。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研で開発されたシミュレーターを用いたリスクア

セスメント技術をロボットメーカに提供して手法と技

術の普及を促進する。試験方法の国際標準原案の発行

に向けて ISO 国際会議における議論を推進する。安

全性の試験・認証の事業化に向けた研究を加速する。 

【平成25年度実績】 

・シミュレーターを用いたリスクアセスメントの結果を

映像の形式で可視化し、ロボットメーカ等に広く提供

した。新しい安全基準として試験方法の国際標準原案

を策定し、ISO 国際会議を推進して規格提案を行い、

2014年2月に ISO13482として承認された。安全性の

実証試験を行う拠点を構築し、試験・認証の事業化の

ため、公開可能な基準ロボットを作成して利用者に向

けたガイドラインを作成した。 

 

【第3期中期計画】 

・施設や設備の外部利用を促進することで効率的に成果

を生み出す制度を構築する。共同研究時の知的財産の

保有に関して、技術移転、製品化等を促進するための

ル－ル作り等を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研の研究施設・設備を有効活用することにより、

産業界との研究開発を推進するとともに、産総研の研

究成果を円滑に事業化するための取り組みを行う。 

【平成25年度実績】 

・産総研の研究成果物等を円滑に事業化するため、産総

研の研究施設等を民間企業等に貸与し、「遺伝子組換

えイヌインターフェロンα発現イチゴの生産・調整及

びそれを原料とする動物用医薬品の製造（平成23年4

月～）」、「単結晶ダイヤモンドの供給（平成24年4

月～）」及び「スーパーグロース法による単層 CNT
試験サンプルの配布（平成24年11月～）」の3事業を

継続実施した。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研として取得し管理すべき知的財産権に関する方

針の周知・徹底を図り、戦略的、効率的な知的財産権

の取得、管理、活用を図る。 

【平成25年度実績】 

・産総研として取得し管理すべき知的財産権に関する方

針（産総研知的財産ポリシー）について研究ユニット

への周知・徹底を図ると共に、これを具現化するため

に知財行動指針（方針・類型化した行動基準等）を立

案、提示するための準備として研究ユニットとの意見

交換を行った（21研究ユニット、延べ33回)。また、

同指針の具体施策案の1つである知財検討会を試行実

施した（10研究ユニット13案件)。 

 

【第3期中期計画】 

・省庁間の壁を超えて、我が国の研究開発能力を結集し

た研究成果の実用化・製品化の取組における中核的な

結節点としての機能の発揮について積極的に検討する。

その際、国費により研究開発を行っている研究開発独

立行政法人などとの連携を図ることにより、国費によ

る研究開発のより効果的な研究開発体制構築や成果の

実用化や製品化に向けた取組の強化をも目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研、筑波大学、物質・材料研究機構（NIMS）、

高エネルギー加速器研究機構（KEK）と経団連の5者

による TIA-nano 拠点運営体制を強化し、組織を越え

た研究、教育両面に亘る統合的な研究拠点の構築を目

指す。KEK を中心に共用施設 WG を設立し TIA-
nano 全体で共用施設の利便性向上を検討する。 

【平成25年度実績】 

・TIA-nano 拠点運営体制を強化のため、平成25年4月

につくばイノベーションアリーナ推進本部を設立し、

意思決定の迅速化、企画機能の強化、窓口の一元化を

図った。 

・平成25年6月より TIA-nano の中核施設となる TIA 連

携棟の運用を開始し、各種セミナーや講演会開催によ

る TIA-nano 拠点活用プロジェクト相互の交流の加速

や、企業および政府機関、研究機関等からの現地視察

の受入により連携活動の強化に努めた。また、「TIA
連携大学院サマー・オープン・フェスティバル2013」

（開催期間：7/15～9/3、参加者：846名）による人材

育成に努めた。 

・研究施設等利用の利便性向上のため、スーパークリー

ンルーム（SCR）の24時間稼働や、より簡便に SCR
施設を利用できる新しい制度「共用施設利用制度」の

運用を開始した。 

・TIA-nano 中核四機関による共用施設 WG を発足させ

活動を開始するとともに、「つくば共用研究施設検索

データベース」を整備し、平成25年8月より公開を開

始した。 

・つくば国際戦略総合特区の推進機関と TIA-nano の相

互で広報活動を中心に協力体制が具体化し、茨城県、

つくば市との連携を深めた。 
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【第3期中期計画】 

・これにより、産総研の「人」又は産総研という「場」

を活用する形で実施される外部資金による研究規模が、

第3期中期目標期間終了時までに産総研運営費交付金

の50%以上となることを目指す。 

  

【平成25年度計画】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを活用した共同

研究、受託研究、技術研究組合参画研究及び技術研修

等を推進し、外部資金による研究規模の拡大に努める。

また、産総研のリソースを利用した研究がより容易に

且つ柔軟に行われるよう、共同研究、受託研究並びに

技術研修制度等の連携制度を効果的に運用する。 

【平成25年度実績】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを活用して23の

技術研究組合に参画し、17の技術研究組合の主たる研

究拠点を産総研内に設置して集中研究を実施した。 

・大型共同研究の創出のため、産総研をハブとして複数

企業等がコンソーシアムを形成して行う資金提供型共

同研究を「イノベーションコンソーシアム型共同研

究」として制度上位置づけ、その活用促進等をサポー

トする体制を構築し、新たな立ち上げ（1件）を行っ

た。 

・この結果、産総研の「人」や「場」等を活用した外部

資金による研究規模は、運営費交付金の55.3%となっ

た。 

 

【平成25年度計画】 

・「資金提供型共同研究獲得支援事業（カタパルト事

業）」については、平成24年度の試行結果を踏まえ、

本格的に実施し、大型共同研究の創出を図る。 

【平成25年度実績】 

・「資金提供型共同研究獲得支援事業（カタパルト事

業）」においては、大型共同研究の創出を図ると共に、

当該事業による研究成果の発展性に鑑み27のテーマを

選定した。 

 

【第3期中期計画】 

・世界トップに立つ研究機関を目指すべく、年間論文総

数で5,000報以上を目指すとともに、論文の被引用数

における世界ランキングにおける順位の維持向上を図

る。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研の研究成果を社会へ還元するため、また、国際

的な研究機関としての成果発信水準を確保するために、

産総研全体の年間論文総数5,000報以上を目指す。 

【平成25年度実績】 

・産総研全体の年間論文数は3,987報であった。論文数

の低下について統計的手法による原因分析、研究ユニ

ットの聞き取り調査などを行い、論文数増加のための

アクションプランを検討した。 

 

(2) 戦略的分野における国際協力の推進 

【第3期中期計画】 

・世界各国の研究情勢の把握と有力研究機関との有機的

連携に基づき、効率的かつ効果的に研究開発を実施す

るとともに、国際的研究競争力強化のための研究者海

外派遣、研究者招へいによる人材交流を促進する。 

 

【平成25年度計画】 

・包括研究協力覚書および個別研究協力覚書の締結、更

新を行い、連携の構築、維持を図ることにより、海外

の研究機関との人材交流や共同研究等を組織的に推進

する。 

【平成25年度実績】 

・海外研究機関と、包括研究協力覚書の更新契約1件、

個別研究協力覚書の新規契約1件、合計2件の覚書を締

結した。これらの締結により、締結先機関の研究ポテ

ンシャル、研究ニーズ等についての情報が網羅的に入

手可能となり、人材交流や共同研究のマッチング等に

組織的に取組むことを可能とした。 

 

【平成25年度計画】 

・オープンイノベーションハブ機能を強化し、将来的に

は産総研を中心とした多国間の連携によるネットワー

クの構築を目指すため、海外研究機関との人材交流を

推進する。そのために、産総研フェローシップ制度を

中核に、外部資金等を活用して、研究者の海外研究機

関への派遣及び海外の連携研究機関からの研究者招へ

いを実施する。 

【平成25年度実績】 

・運営費交付金や外部資金の活用により、海外研究機関

への派遣及び、海外研究機関からの研究者招へいを実

施し、国際連携の強化に努めた。以下に具体的な実績

を示す。 

1) 運営費交付金産総研フェローシップ派遣（長期海外

派遣事業）により10名を採択し、欧米の先進的な研究

機関、大学に派遣し、在外研究を開始した。 

2) 外部予算等 

（派遣） 

頭脳循環を加速する若手研究者海外派遣プログラム

（JSPS 機関補助事業）に1件（緊急時対応ロボット

に関する国際共同研究）が採択され、3年間で研究者5

名程度を欧米研究機関に派遣できることになった。日

本学術振興会が実施している特定国派遣に1名が採択

された。 

（招へい） 

日本学術振興会が実施している外国人特別研究員（一

般）に14名、外国人特別研究員(欧米短期)に3名、外
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国人特別研究員（定着促進）に2名、外国人招へい研

究者(長期）に1名、外国人招へい研究者(短期）に8名

採択された。 

（技術研修） 

JSPS サマー・プログラムにより3名、ウィンターイン

スティテュートにより3名を受入れるなど、合計で38

名を受入れた。 

 

【平成25年度計画】 

・海外研究機関との人材交流の支援策として、過去に研

究者が在外研究を行った際の研究環境や、事務手続き、

生活環境などの情報を蓄積、整理し、将来派遣を希望

する研究者等に提供する。 

【平成25年度実績】 

・派遣者支援のため、イントラネットに掲載している海

外出張の所内手続きマニュアルを、より充実した内容

となるよう随時見直しを行った。また、長期在外研究

経験者より収集した現地での生活・研究環境や事務手

続きに関する情報を取りまとめて、今後同じ国に派遣

される研究者が有効活用できるよう、体系だった資料

として整理した。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研の国際プレゼンス向上と日本の科学技術外交に

貢献するため、経済産業省、内閣府、外務省、各国公

的研究機関及び大使館等との積極的連携を図る。例え

ば、経済産業省が主導する日米研究協力事業の成果を

積極的に周知させ、産総研の国際的な研究活動が科学

技術外交に貢献していることを示す。 

【平成25年度実績】 

・経済産業省が主導する日米等エネルギー環境技術研究

協力事業の推進と成果普及のため、米国大使館やエネ

ルギー省等との密接な意見交換を行った結果、7月の

「エネルギー分野における二国間の取組に関する共同

声明」で、米国エネルギー省傘下研究所と産総研の研

究協力が明記された。また、12月の第5回日米エネル

ギー政策対話及び日米ワークショップにおいても、ク

リーンエネルギー技術協力について議論された。 

 

【平成25年度計画】 

・第2回世界研究機関長会議の運営に参画して、意見交

換の場を設け、世界の有力な研究機関の交流や連携に

貢献する。 

【平成25年度実績】 

・第2回世界機関長会議を理化学研究所と共同で運営し、

各国を代表する研究機関の長が交流し、有意義な議論

を行うための場を設定した。本会議では「頭脳循環と

国際連携」をテーマに、問題点、課題解決に向けた方

法、共通の枠組み構築に向けた意見交換を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・特に、低炭素社会実現のため、クリーン・エネルギー

技術分野で再生可能エネルギー研究所をはじめとする

米国国立研究所と密接に連携し、燃料電池、バイオマ

ス燃料等再生可能エネルギー関連技術、省エネルギー

材料、デバイス技術等に関する共同研究、研究者の派

遣及び受入れ、ワークショップの開催等による新たな

研究テーマの発掘などの協力を拡大、加速する。 

 

【平成25年度計画】 

・米国エネルギー省傘下の研究所との連携を強化する取

組みとして、既に包括研究協力覚書を締結した7研究

所に加えて、その他の研究所との包括研究協力覚書締

結も視野に置いた研究協力を引き続き実施する。 

【平成25年度実績】 

・包括研究協力覚書を締結している米国エネルギー省傘

下の7研究所を中心に、研究協力を継続、推進すると

共に、研究協力に関する意見交換を実施した。包括研

究協力覚書を締結していない米国エネルギー省傘下の

3研究所とも、日米等エネルギー環境技術研究協力事

業において、引き続きクリーンエネルギーに関する共

同研究を実施し、連携を強化した。 

 

【平成25年度計画】 

・日本国内で日米研究協力事業中間報告会を開催する。 

【平成25年度実績】 

・9月3日に産総研つくばセンターにて、日米等エネルギ

ー環境技術研究協力事業の中間報告会を開催した。 

 

【平成25年度計画】 

・環境・エネルギー分野を中心とした日米研究協力事業

をさらに推進して、研究者の長期派遣等を通じて共同

研究の本格化を図る。日米研究者の相互訪問等による

情報交換を活発化し、当該事業を発展的に拡大する。 

【平成25年度実績】 

・環境・エネルギー分野を中心とした日米研究協力事業

をさらに推進するため、平成25年度より新たな日米等

エネルギー環境技術研究協力事業が開始され、産総研

が提案した7件のプロジェクトが採択された。これに

伴い、米国に加えて欧州・アジアの研究機関との研究

協力も拡充させた。 

 

【平成25年度計画】 

・米国国立科学財団（NSF）の協力の下、米国の学生

等を対象とした産総研インターシッププログラムを実

施し、優秀な学生等を招へいする。 

【平成25年度実績】 

・米国国立科学財団（NSF）との連携で、米国の優秀

な学生や研究者を招へいするインターンシッププログ

ラムを検討した。 
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【第3期中期計画】 

・また、マレーシア標準工業研究所、タイ国家科学技術

開発庁、南アフリカ地質調査所、ブラジルリオデジャ

ネイロ連邦大学などのアジア・BRICs 諸国等の代表

的研究機関との相互互恵的パートナーシップにより、

バイオマス利活用、クリーンコール技術、医工学技術、

環境浄化技術、レアメタル資源評価等を中心に現地に

おける実証、性能評価を含む研究協力を推進し、アジ

ア・BRICs 諸国等における課題解決に貢献する。 

 

【平成25年度計画】 

・世界の成長センターとなっているアジア諸国の公的機

関との相互互恵的パートナーシップを継続的に強化す

る。 

【平成25年度実績】 

・アジアの成長センターとなっているタイ、インドネシ

ア、ベトナム、インドなどの公的研究機関とのワーク

ショップ開催や、相互訪問、情報交換により、研究連

携を継続・強化させた。インド科学技術省バイオテク

ノロジー庁（DBT）とは、ライフサイエンス分野で

共同研究を推進し、産総研内にジョイントラボを設置

した。これは、日印首脳の共同声明においても明記さ

れた。 

 

【平成25年度計画】 

・海外の研究機関や日系企業等を対象としたワークショ

ップを主催する。 

【平成25年度実績】 

・インドネシア・ジャカルタにおいて、インドネシア技

術評価応用庁（BPPT）、インドネシア科学院

（LIPI）、エネルギー鉱物資源省地質総局（GAI）、

及び同国に進出している日系企業との連携を強化する

ためのワークショップを開催した。再生可能エネルギ

ーをテーマとして、産総研、インドネシア、日系企業

からそれぞれ講演を行った。約200名の参加があり、

関係機関の更なる連携強化を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・ベトナムにおいては、経済産業省の資源政策、インフ

ラ輸出政策の観点から、連携を強化、発展させていく。

メタル資源確保の観点から、ベトナム科学技術院

（VAST）を中心として連携を図る。 

【平成25年度実績】 

・ベトナムにおける水プロジェクト調査を企画し、ベト

ナム科学技術院（VAST）、環境省（MONRE）など

を訪問して、今後のさらなる連携推進を確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・ タ イ に お い て は 、 タ イ 国 家 科 学 技 術 開 発 庁

（NSTDA）及びタイ科学技術研究院（TISTR)と継

続して連携強化を図り、産総研のアジア展開における

相互互恵的パートナーシップの確立を推進する。 

【平成25年度実績】 

・タイ国家科学技術開発庁（NSTDA）、タイ科学技術

研究院（TISTR）とは、第8回 AIST-TISTR-NSTDA
ワークショップをバンコクで共同開催した。今後バイ

オテクノロジー分野で NSTDA と、計測の分野で

TISTR と連携する方向性を確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・韓国研究機関の動向を把握しつつ、研究者交流を推進

する。 

【平成25年度実績】 

・韓国においては、新大統領就任に伴う大幅な機構改革

による科学技術研究体制の変更を踏まえ、連携相手機

関の状況を調査、把握した。また、韓国ウインターイ

ンスティテュートプログラム(次世代理工系研究人材

交流事業)により、韓国の理工系大学院生を、技術研

修生として受け入れた。さらに、韓国産業技術研究会

（IstK）との包括 MOU 更新に向けて検討を開始し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・マレーシアにおいては、同国国立研究機関等との連携

を通じ、バイオマスの利活用の持続性評価、標準化研

究などの研究協力を引き続き推進する。 

【平成25年度実績】 

・マレーシア標準・工業研究所（SIRIM）とは包括研

究協力覚書を更新した。また、東アジア・ASEAN 経

済研究センター（ERIA）ワーキングのプロジェクト

を通じて、バイオマス利活用の持続性評価活動を支援

した。標準化研究での連携を継続した。 

 

【平成25年度計画】 

・中国においては、具体的協力案件の発掘、フォローを

行う。上海交通大学や中国科学院（CAS）との連携

ワークショップの開催などにより連携を図る。日中連

携のため産総研在籍中国研究者の交流を促進する。 

【平成25年度実績】 

・上海交通大学との合同ワークショップを開催し、従来

より連携のあったライフサイエンス分野に加え、ナノ

テク、エネルギーなどの分野においても、連携の可能

性を探索した。 

・中国大使館及び中国科学技術部と連携し、環境関連の

日中プロジェクトとして「水プロジェクト」について、

研究ユニットと連携して進展を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・南アフリカにおいては、地質調査所（CGS）との連

携を強化して、レアメタル等の資源探査を継続する。
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科学産業技術研究所（CSIR）と産総研との合同ワー

クショップを開催する。多分野における双方の連携強

化と人材交流促進を図る。 

【平成25年度実績】 

・南アフリカにおいては、地質調査所（CGS）と、レ

アメタル等の資源探査及びそのための技術協力を継続

した。科学産業技術研究所（CSIR）との合同ワーク

ショップについては、CSIR の機構改革のため、再企

画することになった。 

 

【平成25年度計画】 

・ブラジルにおいては、リオデジャネイロ連邦大学

（UFRJ）とは現地におけるパイロットプラント操業

支援と人材交流を実施する。 

・ブラジル鉱産局（DNPM）との個別研究協力覚書の

締結を踏まえ、ブラジルでの鉱床調査を実施する。地

質調査所（CPRM）との連携も併せて実施する。 

【平成25年度実績】 

・ブラジルのリオデジャネイロ大学と実施していた、地

球規模課題対応国際科学技術協力（JST/JICA プロジ

ェクト）は、8月末に事業が終了し、サトウキビ廃棄

物からのバイオエタノール生産に関して人材育成・共

同研究に基づいた実証プラント評価につながる研究成

果が得られた。 

・ブラジル鉱産局（DNPM）との個別研究協力覚書に

基づき、6月に1週間ブラジル中南部に分布するレアア

ース鉱床の現地調査を実施した。また、ブラジル上院

公聴会に出席して、日本におけるレアアース資源政策

の現状を説明した。12月には、DNPM から職員3名を

日本に招聘して、東京にてブラジル鉱業セミナーを開

催した。また、ブラジル地質調査所（CPRM）とは

年代測定技術に関する技術協力について双方で検討・

協議した。 

 

【第3期中期計画】 

・さらに、仏国立科学研究センター、ノルウェー産業科

学技術研究所など欧州の先進研究機関とロボティクス、

環境・エネルギー技術、製造技術等での連携、その他

新興国等も含む協力を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・包括研究協力覚書を締結している機関との共同研究及

び人材交流に努める。平成26年度から開始される 

Horizon2020に向けた連携強化を図る。 

【平成25年度実績】 

・ドイツ、フランス、ノルウェーとは、二国間科学技術

合同委員会、STS フォーラム、機関長会議、ハイレ

ベルフォーラム等のマネージャークラスの交流支援、

各政府機関、研究機関の来訪対応を通して、研究連携

の促進に向けた議論を行った。日本と欧州連合

（EU）との共同プロジェクトである Concert/Japan 
Joint Call では、事前に所内にプログラムの説明およ

び周知を行い、産総研から1件が採択された。EU の

プロジェクトである Horizon2020については、平成25

年12月に公式ホームページが公開されたため、イント

ラネットで周知を図るとともに、研究者からの照会に

も適宜対応した。 

 

【平成25年度計画】 

・フランスにおいては、国立科学研究センター

（CNRS）とのロボティクスのジョイントラボ、環境

触媒の共同研究を進める。 

【平成25年度実績】 

・フランス国立科学研究センター（CNRS）とのロボテ

ィクスジョイントラボの人的交流については、シュバ

イツァー特使、ペルラン大臣、フィオラゾ大臣の視察

対応を行い、トップ外交に対応した。フランス原子力

代替エネルギー庁（CEA）については、産総研職員

が数回訪問して、スピントロニクス等での連携につい

て合意した。環境触媒については、CNRS にて、研

究推進のための意見交換を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・ノルウェーにおいては、包括研究協力覚書を締結して

いる研究機関とのワークショップの開催など、研究連

携、人材交流を促進する。 

【平成25年度実績】 

・ノルウェーサイエンスウィークでは、ワークショップ、

AIST-Norway Workshop での発表と取りまとめを行

った。また、ノルウェー科学技術大学（NTNU）で

のジャパンセミナーにおいて、産総研とノルウェー各

研究機関との連携関係について紹介した。第7回

KIFEE ワークショップでは、Sustainability Session
を運営した。 

 

【平成25年度計画】 

・ドイツにおいては、フラウンホーファー研究機構との

連携の幅を広げるとともに共同研究契約の締結などを

支援する。ヘルムホルツ協会とは実質的な研究連携と

人材交流を促進する。 

【平成25年度実績】 

・健康工学研究部門（関西センター）に、Fraunhofer 
Project Center（産総研では「研究班」の扱い）を設

置するための準備作業を支援した。また、風力関係の

研究を支援すべく、フラウンホーファー研究機構東京

代表部と、産総研イノベーションコーディネータとの

橋渡しを行った。バーデン-ビュルテンベルク州政府

代表団とは、イノベーション促進に関する意見交換を

行った。 
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【平成25年度計画】 

・ベルギー（IMEC を含む）、スウェーデンなど、欧

州の代表的な研究機関との連携を視野に入れて、交流

を進める。 

【平成25年度実績】 

・ベルギーIMEC 等の欧州の代表的研究機関と、特に

エレクトロニクス関連の連携を強化するべく、交流を

行った。IMEC には TIA 代表団が訪問して合同ワー

クショップを開催した。また IMEC には産総研パワ

ーエレクトロニクス代表団も訪問した。オランダ応用

科学研究機構（TNO）にも訪問して、連携強化につ

いて検討を進めた。 

 

【第3期中期計画】 

・以上の実現のため、第3期中期目標期間中において包

括研究協力覚書機関との研究ワークショップ等を計50

回以上開催する。 

 

【平成25年度計画】 

・包括研究協力覚書締結機関との間において、包括的な

ワークショップにとどまらず、特定分野でのワークシ

ョップ等を積極的に開催し、各国研究機関との研究協

力の拡大を図る。10回以上の国際ワークショップ等の

開催を目指す。 

【平成25年度実績】 

・海外の研究機関等との連携強化と相互交流を目的とす

る「産総研イノベーションワークショップ in インド

ネシア」をジャカルタで開催し、インドネシア技術評

価応用庁（BPPT）、インドネシア科学院（LIPI）、

インドネシア・エネルギー鉱物資源省地質総局

（GAI）と連携しつつ、再生可能エネルギーに関する

研究協力について具体的な事例紹介やディスカッショ

ンを行った。また、タイ科学技術研究院（TISTR）、

タイ国家科学技術開発庁（NSTDA）等との協力のも

と、バイオマス・アジアワークショップ及び日タイ連

携ワークショップをタイ・バンコクで開催した。この

他、中国、台湾、アメリカ、ノルウェーにおいて6回、

日本国内においてはインド科学技術省バイオテクノロ

ジー庁（DBT）との共同研究ラボ設立に伴うワーク

ショップをはじめとする4回のワークショップを開催

した。合計14回の国際ワークショップ等を開催し、関

係各国との国際連携をさらに進展させた。 

 

(3) 若手研究者のキャリアパス支援及び研究人材の交流

推進 

【第3期中期計画】 

・産総研イノベーションスクールにおいて、本格研究に

関する講義、研究実践のためのツールを用いた研修、

産総研と関連のある企業での OJT 等を通じて、基礎

的研究を製品化まで橋渡しできるイノベーティブな博

士研究者等を育成し、社会に輩出する。また、専門技

術者育成事業、連携大学院制度等により、我が国の産

業技術の向上に資することができる人材を輩出する。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研イノベーションスクールにおいては、第7期生

を受け入れて育成を行うとともに、聴講のみのポスド

クを受け入れるなど育成対象の拡大を図る。 

【平成25年度実績】 

・人材育成を通したイノベーション推進の観点から、産

総研イノベーションスクール第7期生のポスドクとし

て、ポスドクコース（PD 生）20名と講義専門コース

（LC 生）1名を産総研独自のカリキュラムにより育

成した。具体的には、延べ9日間の集中講義及び演習

（PD 生、LC 生）、産総研の研究現場での一年間の

本格研究実践（PD 生）、21機関での平均2.8ヶ月間

の On-the-Job Training 実施（PD 生、内1名は2カ所

に派遣）を行った。今年度から試行した講義専門コー

ス（LC 生）に関しては応募人数が少なかったため、

来年度の第8期の募集に向けて、雇用されている予算

の制約で参加出来なかったポスドクの問題解消と制度

の周知徹底のために公募説明会実施に取り組んだ。ま

た、イノベーションスクール制度の効果検証のために、

過去のスクール生を受け入れたホスト研究者に対して

アンケート調査を行い、スクール生をきっかけとした

連携活動、研究グループ内に与える波及効果等をまと

めた。 

 

【第3期中期計画】 

・イノベーションスクールについては、ノウハウを社会

に広く普及するため、大学等のポスドクや博士課程の

学生を受け入れるなど、他機関とも連携して博士研究

者の育成を行っていく。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研イノベーションスクールにおいては、継続して

博士課程大学院生の育成を行う。またイノベーション

スクールのノウハウ普及のため、他機関との連携強化

を図るとともに、成果発表に努める。 

【平成25年度実績】 

・人材育成を通したイノベーション推進の観点から、産

総研イノベーションスクール第7期生として、博士課

程コース（DC 生）9名を採用し、8名を産総研独自の

カリキュラムにより育成した（途中辞退1名）。具体

的には、延べ9日間の集中講義及び演習（DC 生）、

産総研の研究現場での一年間の本格研究実践（DC
生）を行った。また、筑波大学グローバルリーダーキ

ャリア開発ネットワークと共同で12月に開催した企業

と博士人材の交流会は、企業8社と36名の参加者を集

めた。さらに、第5回横幹連合コンファレンスの人材
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育成のセッションにて、産総研イノベーションスクー

ルの取り組みを紹介して知名度を高めるとともに、将

来の連携に向けて大学等の参加者との情報交換を行っ

た。 

  

【第3期中期計画】 

・外部研究員の受け入れ及び産総研研究員の外部派遣な

どにより、研究水準の向上及び研究成果の産業界への

円滑な移転等を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・共同研究、外来研究員、技術研究組合及び技術研修等

の制度を活用した外部人材の受入を推進し、研究水準

の向上をさせるとともに産業界及び学生等に対する研

究成果の効率的な移転に努める。また、連携大学院制

度、委員委嘱、産総研コンソーシアム制度及び兼業制

度を活用した民間企業、大学との交流の実施に加え、

包括協定を締結した相手方等との相互交流を促進し、

協力関係の強化と成果移転に繋げる。 

【平成25年度実績】 

・共同研究の派遣研究員（1,971名）、外来研究員

（1,285名）、技術研修員（1,387名）、技術研究組合

のパートナー研究員（633名）等の外部人材を積極的

に受入れ、研究水準を向上させるとともに、産業界及

び学生等に対する研究成果の移転を推進した。また、

委員委嘱（3,506名）、役員兼業（25名）等の制度の

活用に加え、連携大学院制度に基づく教員委嘱（334

名）などにより、大学等への人材供給を推進した。さ

らに、産総研コンソーシアムによるシンポジウムの開

催や包括協定を締結した相手方との技術交流会等の開

催により、人材交流の促進、協力関係の強化を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・第3期中期目標期間終了時までに、民間企業、大学等

への人材供給や外部からの受け入れ5,000名以上を目

指す。 

 

【平成25年度計画】 

・技術研修制度、外来研究員制度、人材移籍型共同研究

制度等による人材受入や、技術研究組合との連携によ

る人材供給、人材受入等、民間企業、大学等外部との

人材交流を推進する。また、委員の委嘱制度、依頼・

受託出張制度による外部機関への協力及び兼業制度を

活用した民間企業、大学との人材交流の推進を図る。

あわせて、人材交流の推進につながる方策も検討する。 

【平成25年度実績】 

・共同研究の派遣研究員（1,971名）、外来研究員

（1,285名）、技術研修員（1,387名）、技術研究組合

のパートナー研究員（633名）等の外部人材を積極的

に受入れ、研究水準を向上させるとともに、産業界及

び学生等に対する研究成果の移転を推進した。また、

委員委嘱（3,506名）、役員兼業（25名）等の制度の

活用に加え、連携大学院制度に基づく教員委嘱（334

名）などにより、大学等への人材供給を推進した。こ

れらの制度の活用により、外部との人材交流は5,861

名となった。あわせて、技術研修制度により産総研へ

受け入れる学生への旅費支給制度の見直し及び大学院

生の新たな雇用制度の創設を行い、学生の受入を推進

する基盤を整備した。 

  

５．研究開発成果の社会への普及 

(1) 知的財産の重点的な取得と企業への移転 

【第3期中期計画】 

・産総研の技術を有効に社会普及させるために、産総研

として取得し管理すべき知的財産権に関する方針を平

成22年度中に策定し、コアとなる技術に加え、その周

辺技術や応用技術についても戦略的に特許を取得する

ことで効果的に技術移転を行う。また、成果の民間等

への移転のために外部の技術移転機関（TLO）を活

用していたが、第3期中期計画開始に合わせて産総研

内部に技術移転機能を取り込むことで関連部署との連

携を強化し、より効果的に技術移転を行うことのでき

る体制を構築する。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研の技術の社会普及を促進するため、産総研とし

て取得し管理すべき知的財産権に関する方針の周知・

徹底を図るとともに、成果普及に向け、研究ユニット

とイノベーションコーディネータ等連携推進担当者間

のさらなる連携強化等を通じ、戦略的、効率的な知的

財産権の取得、管理を図り、効果的に技術移転を進め

る。 

【平成25年度実績】 

・産総研として取得し管理すべき知的財産権に関する方

針（産総研知的財産ポリシー）について研究ユニット

への周知・徹底を図ると共に、これを具現化するため

に知財行動指針（方針・類型化した行動基準等）を立

案、提示するための準備として研究ユニットとの意見

交換を行い（21研究ユニット、延べ33回）、さらに同

指針の具体施策案の1つである知財検討会を試行実施

した（10研究ユニット13案件）。また、特許出願プレ

ビュー（12回開催）及び特許審査委員会（16回開催）

を開催し、戦略的、効果的な知的財産権の取得、管理

及び活用に努め効果的に技術移転を進めた。出願戦略

シートの運用については、これまでの試行結果を踏ま

え、研究ユニットとイノベーションコーディネータ等

連携推進担当者間の連携のあり方や確認項目の見直し

などを行い、知財アセット構築から効果的活用までの

出願戦略シートを発展させた統合シート策定の検討を

行った。 
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【第3期中期計画】 

・研究成果の社会還元を積極的に推進するため、成果移

転対価の受領方法を柔軟化することで、技術移転の一

層の推進を目指す。また、金銭以外の財産での受領の

際には、審査委員会等を設置し妥当性等を事前に審査

することで適切な運営に努める。 

 

【平成25年度計画】 

・産業界への技術移転を活性化するため、成果移転対価

の受領方法の柔軟化（金銭以外の財産による成果移転

対価の取得等）について、ニーズの有無を踏まえ、検

討を行う。 

【平成25年度実績】 

・改正研究開発力強化法の成立により、金銭によらない

出資が可能となったことを踏まえ、出資に係る具体的

な方法等について、所内に設置した検討委員会で検討

を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・第3期中期目標期間終了時までに800件以上の実施契約

件数を目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・イノベーション推進本部内でイノベーションコーディ

ネータ等推進担当者間の連携をさらに強化するととも

に、大学や研究機関等の外部機関との連携を深め、効

果的に技術移転を進める。 

【平成25年度実績】 

・6分野の研究分野企画室とイノベーションコーディネ

ータ、技術移転マネージャー等との意見交換を行うな

ど、イノベーション推進本部内での技術移転に関する

連携体制を強化するとともに、外部機関（物質・材料

研究機構、筑波大学、高エネルギー加速器研究機構

等）と TIA 知財の取扱、共有知財の取扱、ライセン

ス活動方針について意見交換を行い、TIA 知財のワ

ンストップライセンスについて中核4機関で合意した。 

平成25年度の実施契約（技術移転契約）は890件（ラ

ンニング709件、一時金181件）。 

 

(2) 研究開発成果を活用したベンチャー創出支援 

【第3期中期計画】 

・競争力あるベンチャー創出のため、大学等他機関の研

究成果も積極的に活用し、加えて産総研のポテンシャ

ルをもって事業化を支援する取り組みを行う。また、

職員のベンチャー企業への兼業の促進及び共同研究の

推進等産総研との連携強化並びに外部のベンチャー支

援機関との緊密な連携を通じて、内外の研究成果を産

総研のベンチャー創出、育成及び支援を経て事業化す

る独自のモデルを構築し発展させる。 

 

【平成25年度計画】 

・イノベーションの創出に寄与することを目指し、研究

成果のベンチャー事業化へむけた活動を実施する。ま

た、JST 等の外部機関によるベンチャー創出プロジ

ェクトへの応募についても積極的に支援を行う。 

【平成25年度実績】 

・スタートアップ開発戦略タスクフォース（以下、

「TF」という。）4件を新たに開始した。また、平成

24年度からの継続課題3件についても着実な実施に努

め、ベンチャー1社創業に至った。また、JST の A-
STEP（起業挑戦タイプ）、文部科学省の START
（大学発新産業創出拠点プロジェクト）等のベンチャ

ー創出プロジェクトの応募支援（3件）や採択課題の

側面支援（1件）を実施した。これらの取り組みにあ

たってはイノベーションコーディネータ、技術移転マ

ネージャーらも参画させるなどイノベーション推進本

部の総合力を生かして対応した。 

  

【平成25年度計画】 

・タスクフォースの活動および産総研技術移転ベンチャ

ーを広く一般に宣伝し、特に投資家への検討機会を提

供するために「ベンチャー開発成果報告会」を開催す

る。今年度については、ベンチャー創出支援事業に関

する検証結果も公表する場とする。 

【平成25年度実績】 

・7/24日経ビルにて「第9回ベンチャー開発成果報告会-

産総研の挑戦を振り返って-」を開催し、ベンチャー

創出支援事業に関する検証結果とともに産総研技術移

転ベンチャーの活動を紹介した。投資・金融機関およ

び事業会社等から244名（前回比1.5倍）の参加があっ

た。また、10/31産総研オープンラボにおいて「ベン

チャーフォーラム-ベンチャーを介した連携推進-」を

開催し、126名の参加を得た。企業、産総研技術移転

ベンチャーおよび産総研の3者による連携等の紹介を

行うとともにベンチャー企業の活用の重要性について

議論した。 

 

【平成25年度計画】 

・有望な産総研技術移転ベンチャー及び継続タスクフォ

ースを対象に、ベンチャー企業の更なる拡大・成長に

向けた支援制度を検討、実施する。 

【平成25年度実績】 

・有望な産総研技術移転ベンチャーについて、ウェブサ

イトの構築、リーフレットの作成等を行い、広報活動

の支援を実施した（2社）。 

・有望な産総研技術移転ベンチャー及び TF を部署横断

的に支援する「 AIST ハンズオン支援チーム

（HOST）」を立ち上げ、活動を開始した。 
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【平成25年度計画】 

・事業化に向けた先行技術調査、市場調査や見本市・展

示会出展等によるマーケティング調査活動や積極的な

PR 活動を行う。製品・サービス開発の促進およびビ

ジネスプランの策定・検証の高度化を進め、より成功

確率の高いベンチャー創出を目指す。また、このよう

な創出活動ができる人材の育成や、創業に必要な知識

の涵養に資するための研修を企画、遂行する。 

【平成25年度実績】 

・事業化に向けた先行技術調査7件を実施し、ビジネス

モデルの策定・検証に資した。また、広報活動やマー

ケティング調査の一環として、4展示会等へ出展し、

想定顧客から得た反応を製品・サービス開発に反映し

た。人材育成の面では、「研究成果実用化のための事

業戦略研修」を企画・実施し、顧客開発モデルを組み

入れた演習を行った（16名参加）。 

 

【平成25年度計画】 

・相談窓口対応を充実させることにより、産総研研究者

によるベンチャーの迅速かつ円滑な創業を支援する。

会社設立のために必要な情報の提供や手続きのバック

アップを行うとともに、創業したベンチャーに対し、

ベンチャー技術移転促進措置実施規程に基づき適切な

審査を行い、技術移転促進措置並びに称号付与を行う。 

【平成25年度実績】 

・ベンチャー創業前・創業後における各種課題等に対応

するため、相談窓口を設置し96件の相談対応を実施し

た。 

・平成25年度は2社に対し、産総研技術移転ベンチャー

の称号を付与するとともに、知的財産権の独占的な実

施権の許諾、研究施設等の使用許可及びその使用料の

減額等の技術移転促進措置を実施した。これにより、

第1期中期目標期間から通算し、産総研技術移転ベン

チャーは117社となった。また、既存の産総研技術移

転ベンチャー14社の事業計画の見直し等に併せ、技術

移転促進措置の追加・解除を実施した。 

・平成25年度に産総研に新たに入居したベンチャー企業

2社、及び継続入居するベンチャー企業9社について、

研究施設等の賃貸借契約、外部人材受入等手続きのサ

ポートを実施した。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研技術移転ベンチャーの経営状況や事業化の状況

等の把握、及び課題の解決を図るため、事業実施状況

ヒアリングと企業情報調査を行う。また、課題解決等

の支援の一環として法務、経営、税務、知的財産等の

専門家と顧問契約を行うことにより、外部知見の活用

を図る。 

【平成25年度実績】 

・産総研技術移転ベンチャー21社に事業実施状況ヒアリ

ングを実施し、技術移転の状況、経営状況等の状況を

把握するとともにベンチャー支援への要望等を聴取し

た。 

・財務諸表等企業情報の調査を行い、53社から回答を得

た。これら調査結果から現実的なベンチャー支援策の

検討を行った。 

・産総研技術移転ベンチャーからの相談案件に対応する

ため、法務・経営・財務・金融・販路開拓・特許等の

専門家と9件の請負契約を行い、119件の相談対応を実

施した。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研技術移転ベンチャーの相互の交流の促進、企業

間の協業、連携を図るためスタートアップスクラブを

開催する。 

【平成25年度実績】 

・スタートアップスクラブの一環として、11/29「協創

マッチングフォーラム」を臨海副都心センターにて神

奈川サイエンスパーク（KSP）との共催により開催

し、142名の参加を得た。 

 

【平成25年度計画】 

・産業革新機構、中小企業基盤整備機構等のベンチャー

支援機関、ベンチャーキャピタル等との連携を一層強

化しベンチャー企業の支援に繋げる。 

【平成25年度実績】 

・中小企業基盤整備機構、ベンチャーキャピタル、産業

革新機構等外部機関との連携を強化し、産総研技術移

転ベンチャーに対し、インキュベーション施設等の紹

介、投資や融資制度の紹介及び公的研究資金のための

情報提供並びにそれらに付随する各種支援等を実施し

た。 

 

【第3期中期計画】 

・また、ベンチャー企業からの収入を増加させるため、

成果移転の対価として金銭以外の財産での受領の可能

性を検討する。なお、その対価の受領にあたっては審

査委員会等を設置し妥当性等を事前に審査することで

適切な運営に努める。 

 

【平成25年度計画】 

・ベンチャー企業からの収入を増加させる方法としての

成果移転の対価としての株式等の取得について、ニー

ズの有無等を踏まえ、検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・改正研究開発力強化法（平成25年12月5日成立）の成

立により、金銭によらない出資が可能となったことを

踏まえ、出資に係る具体的な方法等について、所内に

設置した検討委員会で検討を行った。 
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【平成25年度計画】 

・整備後は産総研技術移転ベンチャー等に対し、周知を

図る等により制度の利用を促進する。 

【平成25年度実績】 

・研究開発力強化法改正（平成25年12月5日成立）によ

り、産総研は現物出資が可能となった。施行日までに

必要とされる体制等を整備するため、産総研技術移転

ベンチャーへのニーズ調査等を行った。 

 

(3) 研究開発成果を活用しようとする者への出資による

実用化支援 

【第3期中期計画】 

・研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベーショ

ンの創出を図るため、産総研の研究開発の成果を事業

活動において活用しようとする者に対し、出資（金銭

の出資を除く。）並びに人的及び技術的援助の業務を

行う。 

 

(4) 企業や一般国民との直接対話を通じた広報の強化 

【第3期中期計画】 

・報道機関等を通じた情報発信を積極的に実施するとと

もに、サイエンスカフェ、出前講座、実験教室等の国

民との対話型活動も充実させる。一般国民が手軽に産

総研を知ることができる有効な手段の一つであるホー

ムページの抜本的な改善を始め、広報誌、メールマガ

ジン等の様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的

な広報活動を推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研全体の発表素材の掘り起こしを行うため、関係

部署との連携を強化し、プレス発表件数の増加を目指

す。また、記者の理解増進のためわかりやすく平易な

文章で資料を作成する。 

【平成25年度実績】 

・各分野研究企画室と連携して研究内容の把握に努め、

産総研全体の発表素材の掘り起こしと調整を行った。

プレス発表件数は94件で、前年度（85件）より増加し

た。発表資料については、発表者や所内査読担当者、

各分野研究企画室と連携して、平易な文章で作成する

よう努めた。 

 

【平成25年度計画】 

・マスメディアの関心を集める情報素材を幅広く収集し、

つくばセンター及び地域センターにおいて記者との定

期的な意見交換会などを通して情報を提供する。また、

取材対応は、取材の目的を適確に把握したうえで、迅

速かつ丁寧に対応する。これらにより、産総研の活動

が報道される機会を増やすことに努める。また、再生

可能エネルギー利用技術など環境・エネルギー関連分

野が注目されている状況から、引き続きその分野の技

術開発に関して積極的な情報発信に努める。 

【平成25年度実績】 

・話題性の高い研究成果や重要でありながら露出度の低

い研究成果について、記者へわかりやすく丁寧に説明

する定期的な意見交換会を、つくばセンターでは筑波

研究学園都市記者会を対象に4回、関西センターでは

大阪科学・大学記者クラブを対象に2回、今年度から

新たに九州センターで鳥栖市政記者クラブを対象に１

回開催した。また、理事長と記者との意見交換会を2

回開催した。産総研オープンラボ開催に合わせて、5

実験室の記者向け事前公開を行った。研究成果に関す

る連載記事が日刊工業新聞で47回、研究者に焦点を当

てた同新聞での連載記事が2回掲載された。取材対応

については、合計で1,060件となり、昨年度（1,107

件）を下回ったが、これは昨年度が23年度に引き続き

地震や活断層等の震災関連の取材が多く、25年度はそ

れらが減少したためである。なお、福島県郡山市の福

島再生可能エネルギー研究所（平成26年4月開所）で

今後行なわれる予定の再生可能エネルギーに関する研

究開発が注目を集め、25件の取材があった。 

 

【平成25年度計画】 

・一般市民への話題提供を目的とした「サイエンスカフ

ェ」を引き続き実施する。また、産業界向け及び地域

における「サイエンスカフェ」も引き続き実施する。

「出前講座」「実験教室」は、青少年や一般市民の科

学・技術への興味向上と理解促進を主な目的とし引き

続き実施する。 

【平成25年度実績】 

・「サイエンスカフェ」は話題性の高いテーマを選んで

つくば市内で6回、地域センターで4回開催した。 

「出前講座」「実験教室」は、全国各地からの依頼を

受け、115回（昨年度は119回）実施した。「出前講

座」では、更に、今後サイエンスコミュニケータとな

り得る大学生を対象とした、科学の専門的な内容を他

者に伝えるアプローチを学ぶための「サイエンス・コ

ミュニケーション演習」を1回実施し、人材育成にも

貢献した。 

【平成25年度計画】 

・一般公開は、つくばセンターや地域センターにおいて、

研究成果をわかりやすく伝え、科学・技術の楽しさを

体験できるように実施する。また、外部機関と連携し

たイベントへの出展等を対話型広報活動により実施し

て、多くの来場者に産総研への理解促進を図る。科学

技術週間に合わせて実験ショー・工作コーナーを含む

特別イベントを開催し、青少年が科学技術に親しむ機

会を提供する。 

【平成25年度実績】 

・つくばセンターの他、北海道、東北、臨海副都心、中

部、関西、中国、四国、九州の各地域センターで一般
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公開を開催し、全センターの来場者数は15,679人（前

年度15,534人）となった。つくばセンター及び四国セ

ンターでは、新たな試みとして、近隣の中高校生によ

る出展ブースを開設し、地域との連携を深めた。「つ

くば産業フェア」や「サイエンスフェスタ in 秋葉

原」など、外部機関と連携したイベントへの出展を10

回実施した。4月の科学技術週間に合わせて実験ショ

ー・工作コーナー等をつくばセンターで開催し、来場

者数は1,483人となった。これらの対話型広報活動に

より産総研の研究成果への理解促進と科学技術への親

近感醸成を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・産業界における産総研の理解、認知度を向上させ、イ

ノベーションを推進するための広報活動として、研究

ユニットや関係部署が一体となってオープンラボを開

催する。運営の企画については、引き続き来場者の満

足感を更に高められるよう工夫する。 

【平成25年度実績】 

・つくばセンターにおいてオープンラボを開催した。来

場者は5,179人（前年度4,761人）となり、前年度より

大幅に増加した。約500のパネル展示と約100ヶ所のラ

ボ見学を始め、福島再生可能エネルギー研究所とつく

ばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点

（TIA-nano）の特別展示等を行い、企業の経営層や

研究者・技術者の理解度、満足度の向上を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・研究成果や経営情報などの速報性を重視した発信と、

不断のコンテンツの見直しを行い、動画配信やソーシ

ャルメディアネットワークを通じた情報発信により、

引き続き産総研をより理解しやすい基盤を整備し、産

総研のプレゼンスを高める。 

【平成25年度実績】 

・産総研公式ホームページのリニューアルを実施し、イ

メージを一新するとともに目的のページにたどり着き

易くなるようにコンテンツを整理して、ユーザーの情

報収集の利便性を高めた（平成26年3月末リニューア

ル版公開）。産総研公式ホームページを通して、プレ

スリリース（94件）やそれ以外の最新の研究成果（8

件）を迅速に発信した。動画コンテンツについては新

たにサイエンスカフェの様子を映像化した独自動画3

件の制作を含め計7件追加掲載した。また、You Tube
に加え産業界向けの動画配信サイトの活用も開始する

ことで、より広い層への情報発信を進めた。産総研の

研究成果の普及を目指したソーシャルメディアネット

ワーク（Twitter）による情報発信（発信数393件（日

本語）、127件（英語））を推進した。これらのイン

ターネットを通じた広報活動により、産総研の研究業

務への理解促進とプレゼンス向上を図った。 

【平成25年度計画】 

・広報誌を毎月定期的に発行し、研究成果や経営情報な

どをわかりやすく伝える。産総研レポートについては、

産総研が取組んでいる社会的責任に関する活動などを

より分かりやすく紹介するように工夫し、平成25年9

月末までに発行する。また、パンフレットなどの印刷

物については、最新の研究成果の紹介や読者層を意識

した編集、発行により、産総研への更なる理解促進に

努める。 

【平成25年度実績】 

・広報誌は文章や図等をわかりやすく制作するよう努め、

前年度に引き続き日本語版は毎月（年12回）、英語版

は季刊（年4回）発行した。産総研における社会的責

任に関する取組と環境活動について、記事の内容を見

直し充実させながら「ISO26000社会的責任の手引

き」および「環境報告ガイドライン」に基づいて編集

した「産総研レポート2013社会・環境報告」を9月末

に発行した。また、産総研レポートの英語版も作成し、

1月にホームページで公開した。また今年度は、新た

に、産総研を産業界や大学等の経営者層により知って

もらうために、現状の社会的課題に対する具体的取り

組みの一例を紹介し、オール産総研による目指すべき

社会還元を記述した総合パンフレットの日本語版及び

英語版を作成した。産総研リーフレット（旧総合パン

フレット）については、昨年度末に作成した英語版に

合わせ、日本語版もリニューアルした。平成25年度に

制作した印刷物は販売しているものを除いて全てを電

子ブックによりホームページで公開した。 

 

【平成25年度計画】 

・学術誌「Synthesiology」は、所外への PR 活動を重

視し、所外からの投稿論文を増加させる。 

【平成25年度実績】 

・「Synthesiology」の所外への PR 活動として、11月に

開催された「研究・技術計画学会」での発表や

「Synthesiology」の趣旨（本格研究の方法論の確

立）に共通する考え方を持つ慶應義塾大学大学院シス

テムデザイン・マネジメント研究科との座談会、同学

生への投稿説明会・相談会を実施した。併せて、今年

度は新たに「Synthesiology」の編集幹事、編集委員

に外部委員を登用することで、所外への PR を図った。

なお、今年度所外からの投稿論文は5件で、前年度（4

件）より増加した。 

 

【平成25年度計画】 

・常設展示施設「サイエンス・スクエアつくば」では、

わかりやすく見せる工夫を重ねるとともに、PR を充

実させる。また、パネル内容や案内表示の見直しによ

り質の向上を図る。 
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【平成25年度実績】 

・「サイエンス・スクエアつくば」では、説明用タッチ

パネルのコンテンツの更なる充実を図った。「時短デ

ザイン」の特別展示を開催し、ゲーム的要素を取り入

れたデモ展示を行った。年間来場者数は、44,488人

（前年度42,370人）となった。毎年年度末に行ってい

る展示物の入れ替えでは、新たな展示2点を取り入れ

た。 

 

【平成25年度計画】 

・2011年東北地方太平洋沖地震等の地質災害や最新の研

究成果に対応した展示更新を行う。海外を含む来場者

の興味を引く特別展や体験学習イベントを開催し、地

質に対する理解促進をはかる。科学系博物館や産総研

地域センター等と協力する移動地質標本館や、学校と

連携した補助授業や研修により、若年層の自然観育成

や地球科学への理解増進に努める。地質相談所を窓口

として外部機関や市民からの問い合わせに積極的に応

えるとともに、日本ジオパークに対する支援や広報誌

の発行等を通じて地質情報の普及促進を図る。 

【平成25年度実績】 

・2011年東北地方太平洋沖地震に関連した最新研究成果

を盛り込む展示に更新した。対話型の成果普及活動に

注力し、特別展やイベント開催で、外国人を含む

38,229人（前年比約7%減）の入館者があった。学校

向けの補助授業や研修、736件（同5%減）の地質相談

対応、産総研地域センターや所外へのイベント出展

（7回）等で地球科学の理解増進に貢献した。霧島火

山や地球熱利用に関する特別展により、最新の研究成

果を紹介した。日本ジオパーク委員会事務局として認

定審査や普及活動に貢献し、広報誌発行で地質情報の

普及に努めた。 

 

【平成25年度計画】 

・職員の産総研への帰属意識向上と産総研の知名度を高

めるため、「産総研 CI」を多方面で活用するととも

に、各種印刷物、情報発信等における視覚的質の向上

を図るため、所内の他部門にデザインの提供、助言等

を行う。 

【平成25年度実績】 

・役職員からの CI 関係の依頼や福島再生可能エネルギ

ー研究所の新規開所に伴う CI システム設計等（全41

件）に対応し、助言およびデザイン提供を行った。ま

た、所内他部門からのホームページや各種印刷物等の

制作作業要請（315件）に対して、趣旨を十分に伝達

できる、質の高い印刷物等になるよう積極的に支援し

た。産総研公式ホームページについては、様々なイベ

ント等に応じてデザイン性に優れたバナーを作成し、

ホームページを通じての広報効果増進を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・一般公開やオープンラボ、産総研キャラバン、サイエ

ンスカフェ、出前講座、実験教室などは第3期中期目

標期間中に200回以上開催する。 

 

【平成25年度計画】 

・一般公開やオープンラボ、サイエンスカフェ、出前講

座、実験教室、外部出展などの対話型広報活動を積極

的に行い、年40回以上開催する。 

【平成25年度実績】 

・対話型広報活動について、一般公開を9回、産総研オ

ープンラボを1回、産総研キャラバンを11回、他機関

が主催するイベントへの出展を10回、サイエンスカフ

ェを10回、出前講座・実験教室を115回実施し、平成

25年度は合計146回となった。これらの国民との対話

型広報活動を通じて、広く産総研への理解や科学・技

術への興味の促進を図った。 

 

６．その他 

【第3期中期計画】 

・特許生物の寄託に関する業務及びブダペスト条約に基

づき世界知的所有権機関（WIPO）により認定された

国際寄託業務等については、「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針（平成22年12月7日閣議決

定）」における「本法人（産業技術総合研究所）の特

許生物寄託センターと、製品評価技術基盤機構の特許

微生物寄託センターを統合することとし、平成23年度

以降、順次、必要な措置を講ずる。」との決定を踏ま

え、平成24年3月31日限りで当該業務の全部を廃止す

る。なお、当該業務については、同年4月1日から独立

行政法人製品評価技術基盤機構が承継する。 

 

【平成25年度計画】 

・なし 

 

【第3期中期計画】 

・平成23年度補正予算（第3号）により追加的に措置さ

れた交付金については、東日本大震災からの復興のた

めに措置されたことを認識し、革新的再生可能エネル

ギー研究開発事業、研究設備・機器の復旧及び巨大地

震・津波災害に伴うリスク評価のための複合的な地質

調査の取組のために活用する。 

  

【第3期中期計画】 

・上記、１～５を踏まえ、下記の分野について、それぞ

れ別表に示した具体的な技術開発を進める。 

 

鉱工業の科学技術【別表１】 

地質の調査【別表２】 

計量の標準【別表３】 
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Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

１．業務運営の抜本的効率化 

(1) 管理費、総人件費等の削減・見直し 

【第3期中期計画】 

・運営費交付金事業のうち一般管理費については、新規

に追加されるもの、拡充分等は除き、毎年度、平均で

3%以上の削減を行う。また、一般管理費を除く業務経

費について、毎年度、平均で1%以上の効率化を達成

する。 

 

【平成25年度計画】 

・運営費交付金事業のうち一般管理費については、新規

に追加されるもの、拡充分等は除き、毎年度、平均で

3%以上の削減を行う。また、一般管理費を除く業務

経費について、毎年度、平均で1%以上の効率化を達成

する。 

【平成25年度実績】 

・以下のような取り組みにより、削減値については現在

平成25年度決算を精査中であるが、一般管理費につい

ては前年度比3%、業務経費については前年度比1%の

効率化を達成する見込みである。 

・複写機・複合機の賃貸借及び保守を一括契約とするこ

とにより、経費を削減した。 

・純水製造装置について、配置方法を見直して小規模装

置の分散配置方式へ変更することにより、維持管理経

費を削減した。 

 

【第3期中期計画】 

・総人件費については、「簡素で効率的な政府を実現す

るための行政改革の推進に関する法律（平成18年法律

第47号）」及び「経済財政運営と構造改革に関する基

本方針2006（平成18年7月7日閣議決定）」に基づき、

運営費交付金に係る人件費（A 分類）を平成22年度ま

でに平成17年度比5%以上削減し、平成23年度において

も引き続き削減等の取組を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・中期計画における削減は平成23年度までのため記載な

し 

  

【第3期中期計画】 

・給与水準については、目標水準及び目標期限を設定し

てその適正化に計画的に取り組んでいるところである

が、引き続き着実にその取組を進めるとともに、その

検証結果や取組状況を公表するものとする。 

 

【平成25年度計画】 

・平成25年度も給与水準の適正化に取組み、その検証結

果や取組状況を公表する。 

 

【平成25年度実績】 

・「国家公務員の給与減額支給措置について」（平成23

年6月3日閣議決定）及び「公務員の給与改定に関する

取扱いについて」（平成24年11月16日閣議決定）の趣

旨に沿って、平成24年4月1日から実施した給与の減額

支給及び見直しを平成25年度も引き続き実施した。 

・給与等の水準についても、政府方針に基づき平成26年

6月30日までに公表すべく、公表資料等の準備を行っ

た。 

 

【第3期中期計画】 

・研究支援業務のコスト構造を見直し、管理費の削減に

取り組む。また、諸手当及び法定外福利費については、

国及び他の独法等との比較において適正な水準である

かの検証等を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・研究支援業務の平成24年度決算や平成25年度予算執行

状況を確認し、さらなる管理費削減に取り組む。 

【平成25年度実績】 

・業務効率化のための手法をまとめた「しごと効率化ガ

イドブック」の活用による業務効率化の推進や、学

（協）会への職員個人会費の公費負担廃止等により、

経費削減を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・諸手当及び法定外福利費は、引き続き、国及び他の独

法等と比較するなど適正化を図る。 

【平成25年度実績】 

・諸手当については、一般職の職員の給与に関する法律、

人事院規則及びその改正等に照らし、給与関係規程の

検証を行い、国家公務員と同等の水準であることを確

認した。また公表されている他独法の諸手当とも比較

検証を行い、適正水準であることを確認した。法定外

福利費についても同様に、経済産業省及び他独法と情

報交換を行い、適正な水準であることを確認した。 

 

【第3期中期計画】 

・研修、施設管理業務などの外部に委託した方がより効

率的な業務については引き続きアウトソーシングを進

める一方、既にアウトソーシングを行っている業務に

ついては、内部で実施した方がより効率的な場合は内

部化し、また、包括契約や複数年度契約の導入等、よ

り効率的かつ最適な方法を検討し、業務の一層の効率

化を進める。なお、これらの検討に当たっては、市場

化テストの導入可能性についても検討を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・「つくばセンターにおける施設・管理等業務」は、平

成24年4月から民間競争入札実施要項に基づき、関連
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する8業務を「つくばセンター施設管理等業務共同企

業体」が包括して事業を開始（実施期間は、平成24年

4月1日から平成27年3月31日まで。）。 

・上記請負業務におけるサービスの質及び経費削減効果

の点検を行う。 

【平成25年度実績】 

・「公共サービス改革等基本方針」に係る閣議決定(平

成23年7月15日）に基づき、つくばセンターにおける

施設・管理等業務について、関連する8業務を「つく

ばセンターの施設管理等業務共同企業体」が包括し、

平成24年度に引き続いて事業を実施した。 

・同事業に対するサービスの質及び経費削減について平

成25年度分の点検を行った。 

・平成24年度同様に各業務ごとに分担されていた指揮命

令系統が総括管理業務を中心として一つの組織体とし

て機能し、情報の伝達が効率的に実施された。 

・業務報告会・定期集合研修・外部講習会などを開催し、

業務遂行に要する知識・能力の向上に務めた。また、

各業務の安全衛生活動・啓蒙に努め、サービスの質の

向上に努めた。 

・業務改善提案を定期的に行うことにより、経費の節

減・安全業務に対する意識が向上した。また、省エネ

に対する取り組みについては、経費の必要としない案

件を抽出し、光熱量の削減に努めた。さらに、各業務

の仕様変更（人員の削減）を検討し効率化を図るとと

もに経費削減に取り組んだ。 

 

【第3期中期計画】 

・研究支援業務については、より効率的かつ質の高い支

援が可能となるような体制の見直しを行うとともに、

効率的な時間活用の徹底及びマネジメント体制の強化

による効率化を進める。 

 

【平成25年度計画】 

・研究現場に提供するサービスの質の向上を効率的に実

現するため、業務実施体制の見直しを行う。 

【平成25年度実績】 

・産総研の組織及び業務体制の更なる改善を図るため、

以下の業務実施体制の見直しを行った。 

1) パワーエレクトロニクス拠点におけるオープンイノ

ベーションの推進、TPEC 事務局機能の強化、平成

26年度からの24時間稼働に対応できる組織体制の強化

等のため、つくばイノベーションアリーナ推進本部に

パワーエレクトロニクス拠点運営室を新設。 

2) 研究環境安全に係る企画・調整機能を強化するとと

もに、より効率的かつ効果的な資源配分や中長期的視

野で施設整備計画を立案できるようにするため、研究

環境安全本部環境安全管理部の「つくばセンター基幹

設備管理室」と研究環境整備部の「施設計画推進室」

及び「建設室」を廃止し、研究環境安全企画部に「研

究環境総括室」を、研究環境整備部に「技術管理室」

及び「施設整備室」を新設し、更に部及び室間におけ

る業務調整を実施。 

3) 診療所の管理及び運営をより効率的かつ効果的に行

うため、当該業務所掌を「第一研究業務推進室」から

総務本部人事部の「厚生室」に移管。 

4) 研究成果の適切な管理及び利用の推進を図るととも

に、より効率的で質の高い支援体制を整えるため、イ

ノベーション推進本部知的財産部の「知的財産企画

室」から秘密保持契約業務を同部の「技術移転室」及

び「地域産学官連携センター」へ、知的財産権持分契

約業務を同部の「技術移転室」へ移管。 

5) 平成25年10月1日に福島県郡山市に設置した福島再

生可能エネルギー研究所及び同研究所に新設した再生

可能エネルギー研究センターにおける業務支援のため、

同研究所に「福島連携調整室」及び「福島研究業務推

進室」を新設。 

6) 内部監査を実施する部署の組織的な客観性と独立性

をより確実なものとするため、監査室をコンプライア

ンス推進本部から理事長直下の組織として再配置した。 

7) 平成25年12月24日閣議決定「独立行政法人改革等に

関する基本的な方針」により法人統合の可能性が低く

なったため、企画本部の「法人統合準備室」を廃止。 

 

【平成25年度計画】 

・ノー残業デーの徹底により職員に効率的な業務遂行意

識を醸成するとともに、労働時間の縮減に努める。 

・リフレッシュのための年次有給休暇取得促進キャンペ

ーンにより有給休暇の取得を促進するとともに、労働

時間管理説明会等により、労働時間の縮減、効率的な

時間活用について徹底し、職員のワークライフバラン

スの実現を図る。 

・引き続き、職員研修等の機会を活用し、広い職層を対

象に業務の効率化、業務品質の向上のためのカリキュ

ラムを実施し、日常的に業務を見直し効率的に時間を

活用する意識の向上に努める。 

【平成25年度実績】 

・毎週水曜日の「ノー残業デー」については、定時退庁

を促す館内放送や、管理監等による所内巡視等を実施

し、時間外労働時間の縮減の意識付けを行った。 

・リフレッシュのための年次有給休暇取得促進キャンペ

ーンについてポスターによる周知、取得実績の所内公

表を実施し、職員の効率的時間活用の意識醸成を図っ

た。・管理者向け労働時間管理説明会を事業所・地域

センター毎に実施し、労働時間管理の重要性への理解

を深めることにより、時間外労働時間の縮減、業務効

率化への意識向上を図った。 

・階層別研修のうち、グループ長等研修、事務職員フォ

ローアップ研修、新規主査研修、中堅研究職員研修等

において、「業務効率化」や「労働時間管理」に関す
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るカリキュラムを実施し、業務効率を上げるためのス

キル等の向上、また、日常業務にかかせないタイムマ

ネジメントスキルの向上を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・所内リサイクル物品情報システムを活用した研究機器

等の所内リユースの取り組みにおいて、第3期中期目

標期間終了時までに年間600件以上の再利用を目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・職員研修及び説明会において所内リユースの周知、啓

発を図るとともに、研究業務推進部室会計チームとの

連携により、リサイクル物品情報システムを活用した

所内リユースを推進する。 

【平成25年度実績】 

・平成25年度は、全体で588件の所内リユースが成立し

た（経費削減効果額は約7.3億円）。うち、リサイク

ル物品情報システムを活用したリユース件数は496件

（経費削減効果額は約4.27億円）。 

 

 ※経費削減効果額は資産取得価格での見積額 

・下記の財務会計制度説明会等を実施し所内リユースの

周知・啓発を行った。 

4/ 2  新規採用職員研修 

8/29 有形固定資産等の有効利用について資産管理責任

者及び使用者宛て周知 

8/22、12/19 全国会計担当者連絡会議を通じ、有形固

定資産等の有効利用について啓発した。 

・資産の廃棄に際しては、同システムへの掲載を原則と

すると共に、資産の一体的な再利用に留まらず部品単

位での再利用を促す観点からも、同システムへの掲載

の徹底を啓発した。 

 

【第3期中期計画】 

・独立行政法人を対象とした横断的な見直しについては、

随時適切に対応する。 

 

【平成25年度計画】 

・独立行政法人を対象とした横断的な見直しについては、

随時適切に対応する。 

【平成25年度実績】 

・「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平

成22年12月7日閣議決定）を踏まえて、鉱工業に関す

る科学技術の研究開発等について研究テーマの重点化

による事業規模の見直しを引き続き実施するとともに、

瀬戸サイトについては当該サイトを廃止し、現物を国

庫納付した。 

・「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画（平成24年4

月3日行政改革実行本部決定）」を踏まえて、借上宿

舎規程を改正（平成25年5月1日施行）し、借上宿舎に

入居できるものを「頻度高く転居を伴う転勤等をする

職員」に相当する者のみとし、入居期間を７年以内に

限定した。 

 

(2) 契約状況の点検・見直し 

【第3期中期計画】 

・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」

（平成21年11月17日閣議決定）に基づき、競争性のな

い随意契約の見直しを更に徹底して行うとともに、一

般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募をいい、

競争性のない随意契約は含まない。以下同じ。）につ

いても、真に競争性が確保されているか、点検・検証

を行い、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を

図る。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研の「行政支出見直し計画」、「1者応札・1者応

募に係る改善策」、及び契約監視委員会での点検・見

直しによる指摘事項等を踏まえ、契約の適正化を推進

するため、以下の取り組みを行う。 

【平成25年度実績】 

・産総研の「行政支出見直し計画」、「1者応札・1者応

募に係る改善策」、及び契約監視委員会での点検・見

直しによる指摘事項等を踏まえ、契約の適正化を推進

するため、以下の取り組みを行った。 

 

【第3期中期計画】 

・一者応札及び100%落札率の割合を少なくするため、

適切な公告期間の設定等により競争性を確保し、競争

性が働くような入札方法の見直しを図る。 

 

【平成25年度計画】 

①適切な公告期間の設定 

・事業者が余裕をもって計画的に提案を行えるよう、事

業内容に応じて適切な公告期間を設けるとともに、可

能な限り説明会を実施し、説明会から提案締め切りま

での期間を十分に確保する。 

②適切な調達情報の提供 

・入札ないし公募公告に、仕様概要、関係資料の提出期

限等、事業者が参加するために必要な情報を提供する。 

・調達情報をより多くの事業者に行き渡らせるため、産

総研入札公告掲載ページへのリンクの設置を依頼する

等、他機関との連携を推進する。・その他、調達計画

の公表等、事業者への事前の情報提供を行う。 

③適切な仕様書の作成 

・仕様書の作成にあたっては、業務遂行上必要最低限の

機能や条件を提示する。 

・事業の実施方法等、事業者の提案を受けることでより

良い事業の実施が可能となる事項については抽象的な

記載とし、可能な限り、関連情報を提供する公募説明
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会を開催する。 

④適切な事業期間の設定 

・開札日から役務等の履行開始日までの期間を契約対象

の業務内容に応じて確保する等、人員の配置が困難で

あったり、キャッシュフローの余力のない、比較的規

模の小さい事業者も競争に参加できるよう取り組む。 

⑤その他 

・他機関における「契約監視委員会に関する公表事項」

等の情報を収集及び分析し、当所においても取り組み

可能な事例については積極的に取り入れる。 

・以上のほか、入札辞退理由等を活用し、引き続き、実

質的な競争性を阻害している要因を把握し、改善に取

り組む。 

【平成25年度実績】 

①適切な公告期間の設定 

・前年度に引き続き、事業者が余裕を持って計画的に提

案を行えるよう、事業内容に応じて適切な公告期間を

設けるとともに、可能な限り説明会を実施し、説明会

から提案締め切りまでの期間を十分に確保した。（事

業内容に応じて、公告期間を21日～30日とする取り組

みを継続実施。） 

②適切な調達情報の提供 

・前年度に引き続き、以下の取り組みを実施。 

・入札ないし公募公告には、仕様をイメージしやすい件

名にするとともに「仕様概要」を記載することとした。

また、必要な資料の提出期限等を公告に記載した。 

・産総研の調達情報に関しては、3機関（つくば市商工

会、つくば研究支援センター、筑波研究学園都市交流

協議会）のホームページからのリンクを引き続き設置

すると共に、RSS 方式による情報配信を引き続き行っ

た。 

※RSS 方式とは ：新たな入札案件の公告等のホームペ

ージの更新情報を、希望するユーザーのブラウザー等

を用いて自動配信する仕組み。 

RSS 経由による情報発信件数（平成25年4月～平成26

年3月 実績） 

  総アクセス数 約1,908,000件【約7,788件／日】 

 うち、RSS 経由でのアクセス件数 約38,000件【約 

155件／日】 

※ 各公告案件に対する延べアクセス件数（落札公告

も含む） 

※ 1日あたりの件数は土日等を除く 

・調達予定のある機器等に関して、産総研公式ホームペ

ージ上の「参考資料募集」ページに必要とするスペッ

ク等の情報を公表し、仕様書の作成の基となる参考資

料（パンフレット等）を広く業者から募集する取組を

継続して実施した。 

・規模の大きい什器類の調達について、経費節減、応札

参加者の負担軽減及び応札参加者の拡大を図るため、

産総研公式ホームページから仕様書のダウンロードが

できる取り組みを実施した。 

③適切な仕様書の作成 

・事業の実施方法等、事業者の提案を受けることでより

良い事業の実施が可能となる「企画競争案件」につい

ては、可能な限り、関連情報を提供する公募説明会を

実施し、事業の規模等を把握するための現場説明や、

仕様書に添付することが困難な機器構成図等を開示し

た。 

・調達担当者は、調達請求者が調査した要求仕様に基づ

くメーカー比較の結果である「調達事前調査票」を基

に、競争に参加できる可能性がある業者に対して、入

札公告がされている旨の情報提供を行った。 

・調達請求者において、購入予定製品の参考資料・見積

を請求する業者の目安として利用されることを目的に、

販売代理店とメーカーの販売委託関係を一覧整理した

「納入実績リスト」を引き続き、所内を活用し内部職

員向けにイントラ上で公開した。 

④適切な事業期間の設定 

・役務等の契約において、落札日から履行開始までの間

に必要な準備期間を落札した業者が確保できるよう、

研究計画に支障のない範囲で余裕を持った事業期間の

設定に心がけた。具体的には、4月当初に履行開始と

なるような年間契約等で、人員や材料等の確保が事前

に必要となる案件に関しては、3月初旬に契約を締結

し、十分な準備期間を確保できるよう配慮した。 

⑤その他 

・平成24年度契約分の点検内容を早期に反映させるべく、

本年度においても契約監視委員会を前倒しで6月に開

催するとともに、平成25年度上期契約案件の審査を12

月に実施した。 

・入札参加事業者の新規参入を促すために、入札公告前

の平成26年１月28日に「平成26年度年間契約予定一

覧」を産総研公式ホームページにて事前公表すると共

に、産総研メールマガジン及び RSS 方式による情報

配信を行った。 

・他機関における「契約監視委員会での指摘事項」につ

いては、当該機関のホームページ等から情報収集及び

ヒアリングを行ったが、他機関での新たな改善策は見

当たらなかった。 

・入札辞退者に対して辞退理由のアンケートを継続実施

し約2,700社からの回答を得て、入札辞退理由の把握

に努めた。 

・一般競争に係る入札書の提出期限を開札日の前日まで

とし、開札時まで応札参加者数が分からない手法を講

じ、競争性の更なる確保に努めた。 

・事業者の利便性向上を図るため、入札等参加に必要と

なる書式（価格証明書、見積原価計算書等）について

ダウンロード項目として追加した。 

 

【第3期中期計画】 
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・産総研内「契約審査委員会」において、政府調達の適

用を受けることとなる物品等又は特定役務の仕様書、

契約方式、技術審査等に関する審査を行っているが、

第３期中期計画期間においては、審査対象範囲の拡大

や審査内容の拡充に関する新たな取り組みを行う。 

 

【平成25年度計画】 

⑥契約審査委員会における審査内容等の拡充 

・所内「契約審査委員会」における審査対象範囲を見直

すとともに、技術的な見地から要求仕様の審査を拡充

する。 

【平成25年度実績】 

⑥契約審査委員会における審査内容等の拡充 

・各事業所の契約担当職毎に委員会を設置し、政府調達

協定の対象となる契約案件を適切に把握し、調達スケ

ジュール・仕様書等の法令への適合性について各事業

所の研究分野に応じて技術的な見地から厳正に審査し

た。 

 

【第3期中期計画】 

・また、契約審査体制のより一層の厳格化を図るため、

法人外部から採用する技術の専門家を契約審査に関与

させ、調達請求者が要求する仕様内容・調達手段につ

いての技術的妥当性の検討を充実強化する。 

 

【平成25年度計画】 

⑦契約審査体制のより一層の厳格化 

・法人外部から採用する技術の専門家を日々の契約審査

に関与させ、調達請求者が要求する仕様内容・調達手

段についての技術的妥当性の検討を充実強化する。 

【平成25年度実績】 

⑦契約審査体制のより一層の厳格化 

・つくばセンターにおいては、契約審査委員に民間企業

での技術的な専門知識を有する契約審査役を加え、請

求者が要求する仕様内容・調達手段について、必要最

低限の仕様や条件となっているかを厳正に審査し質的

向上を図ると共に、事業所間での要求仕様の標準化を

図った。（審査件数138件）  

・契約監視委員会の意見を踏まえ、地域センターで開催

される契約審査委員会にも可能な限り契約審査役が出

席することとし、本年度は中部センター及び臨海セン

ターでの契約審査委員会に出席すると共に、TV 会議

を通じて契約審査委員会に出席し、審査を実施した。

（審査件数23件）  

・さらに、地域センターの契約案件については、前年度

の契約件数の上位一割の案件が対象となる金額まで審

査対象の基準額を引き下げ、契約審査役による審査を

実施した。（審査件数11件） 

  

 

２．研究活動の高度化のための取組 

(1) 研究組織及び事業の機動的な見直し、外部からの研

究評価の充実 

【第3期中期計画】 

・外部からの評価結果や社会的ニーズ等を踏まえ、研究

領域ごとに戦略的、効果的に研究を遂行するため、機

動的に組織体制の見直し、組織の改廃や新設を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・組織体制の見直しを機動的に実施するため、平成24年

度と同様に、「研究ユニット活動総括・提言委員会」

を半期ごとに開催し、今後の研究及び組織のあり方等

のとりまとめを行う。 

【平成25年度実績】 

・「研究ユニット活動総括・提言委員会」を上期に3研

究ユニット、下期に25研究ユニットを対象として開催

し、活動の総括及び今後の研究及び組織のあり方等を

とりまとめた。 

 

【平成25年度計画】 

・研究ユニット評価結果や社会的ニーズ等を踏まえ、機

動的な組織体制の見直しを図るとともに、研究推進組

織の改廃及び新設等を行う。 

【平成25年度実績】 

・平成24年度の研究ユニット評価結果等を踏まえて、平

成24年度をもって水素材料先端科学研究センター、バ

イオメディシナル情報研究センター及びダイヤモンド

研究ラボを廃止し、平成25年4月に創薬分子プロファ

イリング研究センター及び触媒化学融合研究センター

を新設するとともに、平成24年度末をもって設立期限

を終えるナノチューブ応用研究センターの設立期限を

平成26年度末まで2年間延長した。 

・東日本大震災復興基本法第3条等に基づき制定された

「東日本大震災からの復興の基本方針」及び「福島復

興再生基本方針」(閣議決定)等を踏まえ、平成25年10

月1日に福島県郡山市に福島再生可能エネルギー研究

所を設置するとともに、同研究所に再生可能エネルギ

ー研究センターを新設。 

・研究ユニット評価結果等を踏まえた上で、研究分野ご

とに全研究ユニットの体制を検討し、平成26年度に向

けての研究組織の改廃を実施することとした。具体的

には、平成25年度をもって新燃料自動車技術研究セン

ター、糖鎖医工学研究センター、生命情報工学研究セ

ンター及び活断層・地震研究センターを廃止し、糖鎖

創薬技術研究センター、ゲノム情報研究センター、磁

性材料工学研究センター及び活断層・火山研究部門を

新設することを決定した。 

・国内外の有識者からなる運営諮問会議を平成26年1月

27日に開催し、産総研の研究活動、運営全般に関して、

戦略的かつ効果的な助言を得た。 
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【第3期中期計画】 

・実用化や製品化までの研究開発期間の短縮を図るため

にも、自前主義にとらわれることなく、共同研究等に

より、海外を含め大学、他の研究機関や民間企業等の

人材、知見、ノウハウ等をより積極的に活用する。 

 

【平成25年度計画】 

・新たな技術開発による新産業の創出を図るために、

「産総研オープンラボ」の他、産総研内外で開催され

るイベントや研究者によるアウトリーチ活動を活用し、

産総研の技術シ－ズを国内外へ発信する。日本経済の

再生に向けた技術開発戦略を議論する「日本を元気に

する産業技術会議」において、平成24年度に発表した

提言及び産総研行動計画のフォローアップや新たな課

題を議論する為のシンポジウム等を開催する。また産

業界のニーズも踏まえ民間企業、他の研究機関との共

同研究等を機動的かつ集中的に推進する。 

【平成25年度実績】 

・産総研オープンラボ（来場者のべ5,179名）の実施や

産学官連携推進会議、科学・技術フェスタ（いずれも

内閣府主催）等の外部イベントへの出展により、産総

研の技術シーズを国内外へ発信した。また「日本を元

気にする産業技術会議」では、ダイバーシティや食産

業等をテーマとしたシンポジウム（平成25年度は9回

開催）を開催すると共に、提言及び産総研行動計画の

フォローアップを行った。 

平成25年度においては機動的な連携を推進する制度を

活用した「FS 連携」を73件実施した。これらのイベ

ント、制度においてはイノベーション推進本部および

各研究ユニット所属のイノベーションコーディネータ

等が、各出展、案件における連携担当となり、産業界

の多様なニーズ把握と産総研の技術シーズのマッチン

グを図り、新たな連携へ繋げる活動を行った。 

・共同研究の派遣研究員（1,971人）、外来研究員

（1,285人）、技術研修員（1,387人）、技術研究組合

のパートナー研究員（633人）等の外部人材を受入れ、

知見、ノウハウ等を積極的に活用した。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研が取り組む必要がある研究開発について、政策

との関係や他との連携強化に実効的な措置や取組を明

らかにしつつ、経済産業省の関係課室と意見交換を行

いながら具体的な技術目標を明示した「産総研研究戦

略」を策定し実行する。その際、更なる選択と集中を

図り、実用化や製品化という目標を明確に設定した研

究開発への重点化を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に策定した「産総研研究戦略」について、

研究の進捗、産業ニーズの変化、産業界の意見等を踏

まえて内容を見直し、平成25年度版を策定する。 

・イノベーション推進本部においては、平成25年度「産

総研研究戦略」における研究支援の在り方、連携の方

策、研究成果の社会への還元の在り方、人材の育成等

についてのアクションプランを、PDCA を通じて推

進する。 

【平成25年度実績】 

・平成24年度に策定した「産総研研究戦略」について、

研究の進捗、産業ニーズの変化、産業界の意見等を踏

まえてこれを見直すとともに、平成24年度以降重点的

に取り組んでいる事項を取り入れ、今後に向けた研究

の方向性を示す内容となる平成25年度版を策定した。 

・連携の方策、研究成果の社会への還元の在り方に関し

ては、知的財産部、産学官連携推進部を中心に、各研

究分野、研究ユニット等に配置したイノベーションコ

ーディネータを通じて実践と検討のサイクルで推進し

た。また、福島再生可能エネルギー研究所およびつく

ばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点を

“出会いの場”として取り上げ、オープンラボでの特

別展示や、メディアを通じた情報発信を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・萌芽的な基礎的研究についても一定の関与をしつつ、

産業変革を促すような革新的、独創的な研究課題を実

施する形で重点化を図り「産総研研究戦略」に位置づ

ける。 

 

【平成25年度計画】 

・産業変革を誘導する革新的、独創的な研究課題の構築

を重点課題として「産総研研究戦略」に位置づけ、イ

ノベーションコーディネータ等による特別チームを編

成し、産業界とのインターフェイス機能及びオープン

イノベーションハブ機能の強化と、社会・政策ニーズ

を踏まえながら進めていく。また、産総研として進め

るべき重点課題に対して、重点的な予算配分や関係者

及び、知財、産学官連携推進等の専門家により継続し

たタスクフォースによる研究計画のブラッシュアップ

や体制の検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・産業変革を誘導する革新的、独創的な研究課題の構築

を重点課題として、平成25年度「産総研研究戦略」に

位置づけた。具体的には、従来の戦略予算による課題

研究を遂行すると共に、科学的・技術的に優れてお

り、大きな産学連携プロジェクトに成長することで、

社会的・経済的に大きなインパクトが期待できる研究

課題を対象とし、産総研の「看板」である、 グ リ ー

ン・テクノロジーとライフ・テクノロジーで我が国産

業をリードする世界最高水準の研究開発成果の創出を

目指す研究プログラムとして、産総研戦略的融合研究

事業（STAR）を創設した。本年度は「高電力効率大
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規模データ処理イニシアチブ」（IMPULSE）、および、

「革新的創薬推進エンジン開発プログラム」

（LEAD）の2テーマがスタートし、事業推進のため

のサポート体制を整備した。 

 

【第3期中期計画】 

・「Ⅰ.２.(1)地域経済の競争力を支える最高水準の研

究開発」において掲げた地域センターの取り組みの成

果に関しては検証を行い、第3期計画期間中にその検

証結果を公開するとともに、検証の結果を踏まえて各

地域センターが一様に同一の機能を担うことを前提と

せず、各地域センターの所在する地域の特性に応じて

各地域センターが果たす機能の大胆な見直しを行い、

産総研の研究開発戦略における地域センターの役割を

検討する。具体的には、地域センターが有している、

地域特性を活かした技術開発や地域における科学技術

拠点群形成のための先端研究開発等の活動により発揮

される研究機能と地域産業政策や地域産学官をつなぐ

活動により発揮される地域連携機能を活かした取り組

みについて、地域産業への技術移転、成果普及を通じ

て地域産業の振興や新産業の創出に寄与、貢献してい

るか、あるいはそれらが確実に見込まれる状況になっ

ているか、地域の大学及び企業等を巻き込んで産学官

の緊密な連携やオープンイノベーションの推進を実現

できているか、大学と企業をつなぐ役割や地域の中小

企業等の技術開発や製品化の取り組みに寄与、貢献し

ているか、といった視点から総合的に検証し、その検

証結果を踏まえて各地域センターが有する研究機能と

連携機能を発揮する活動とリソース配分の見直しを行

い、地域活性化の中核としての機能強化を図る。 

また、地域センターに所属する事業所及びサイトにつ

いては、研究機能と連携機能の観点から、共同研究等

の設立目的終了時又は利活用状況が低下した時点にお

いて、その事業の必要性を検証し、不要と判断された

場合は速やかに閉鎖する。 

 

【平成25年度計画】 

・地域事業計画について、地域センターの取り組みの成

果についての検証結果を踏まえ、必要に応じて見直し

を行い、これに従って地域経済に貢献する最高水準の

研究開発を実施する。 

【平成25年度実績】 

・地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発を推進

した。主な成果は次のとおり。 

1) 北海道センター：産総研植物工場を用いて、イチゴ

によるイヌ・インターフェロンの生産に成功し、共同

研究相手企業がイヌ歯肉炎軽減薬としての製造販売承

認を得（H25.10.11）、産総研植物工場の商業応用が

実現した。組換え植物（イチゴ）そのものが医薬品と

して認可されたのは世界初。 

2) 東北センター：NEDO プロジェクト「革新的塗装

装置の開発」の成果を発展させ、常温で固体である物

質の加熱溶融体に高圧二酸化炭素を混合して噴霧する

新しい微粒子製造技術を開発。共同研究を通じて環境

負荷の少ない省エネルギー型微粒子製造技術として企

業への技術移転を進めた。また、最先端のマイクロ波

化学プロセス技術を開発し、複合銅ナノ粒子合成や

TOC 分析装置用試料前処理に展開。後者は地域中小

企業がプロトタイプ装置を作成し、上市準備中。 

3) 臨海副都心センター：第3期の課題であるライフ・

IT の融合研究を推進した。「バイオテクノロジー作

業ロボット開発」においては、共同研究相手の企業と

共に、高精度で多自由度の動きができる双腕ロボット

「まほろシステム」を開発し、国内大手製薬会社と公

的研究機関等に導入すると共に、海外からの引き合い

も多数あり、製品化に貢献した。「創薬支援拠点化」

においては、国内大手製薬会社3社と共同研究につい

て個別に内容を詰め、共同研究及び受託研究契約を成

立させると共に、慶應大学医学部及び同病院と産総研

の包括協定締結を実現し、国立がんセンターとの連携

も促進した。更に、「障害物環境歩行ロボット」に関

して、世界トップレベルの技術を開発した。 

4) 中部センター：次世代自動車関連研究などで材料メ

ーカー等との連携を進め、継続中の二つの技術研究組

合に加えて、今年度設立した技術研究組合「新構造材

料技術研究組合」と「未利用熱エネルギー革新的活用

技術研究組合」が中部センターにおいて活動を開始し

た。また、「炭素繊維強化プラスチック（CFRP）」

について、名古屋大学ナショナルコンポジットセンタ

ー（NCC）が国から受託する炭素繊維複合材料開発

プロジェクトより再委託を受け、NCC の試料につい

て材料評価を実施するとともに、CFRP 加工に向け

て開発した WC-FeAl 超硬工具の性能試験について公

設試7所によるラウンドロビン試験を実施中。さらに、

ペアガラスを必要としないガスクロミック調光ミラー

を開発し、地域企業を含む企業6社との共同研究を開

始した。市販の LPG カセットボンベを使ったハンデ

ィ燃料電池システムを試作し、災害・非常時用やアウ

トドア用、次世代自動車などの移動体用電源への

SOFC 発電システムの適用の可能性を示し、NEDO
より実用化に向けた企業との研究開発プロジェクトを

受託し、発電性能の確認と共に100時間の連続発電、

劣化率10%以下を達成した。 

5) 関西センター：従来の Li イオン電池の正極材料に

比べて、6倍近い理論容量を持つイオウ系正極材料を

用いた電池のサイクル寿命を実用レベルまで向上する

ことに成功し、電気自動車や大型蓄電池開発を目指し

た企業との共同研究を実施中。独自に開発したナノカ

ーボン高分子アクチュエーターにおいて、従来の約百

倍の繰り返し耐久性と数十倍の変位保持性を実現し、
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実用化の目途を得た。ダイヤモンド半導体を用いたダ

イオード整流素子を試作し、高温（250℃）で高速・

低損失動作を実現した。 

6)  中国センター：セルロースナノファイバー

（CNF）等を利用する高性能複合材料製造に関して、

25年度に完成した200t 製造ラインを使用して高規格

木粉を製造し10t/月で出荷を開始した。また、工業生

産が可能な湿潤セルロースナノファイバー（CNF）

を直接複合化する方法により、ヒノキを原料とした

CNF1%添加ポリプロピレン（PP）複合材で、引張強

度1.3倍、弾性率1.4倍、伸び600%を達成した。これ

により、CNF 少量添加でも高強度で弾力性のあるプ

ラスチックを作成することができ、実用化に近づける

ことができた。 

7) 四国センター：高感度・迅速・簡便な測定が可能な

細胞チップ技術について、マラリア検出システムを確

立した。製品化に向け企業との共同研究を継続すると

ともに、マラリア感染の早期診断について実証試験を

実施し、アフリカで96件の結果を得た。循環がん細胞

検出については、血中試料を迅速に検出できる、簡

便・超安価なマイクロ流路チップを開発した。製品化

に向け企業との共同研究を推進中。地元企業との連携

では、産総研の遺伝子組換え酵母技術を活用した共同

研究により、「廃棄うどん」を原料としたバイオエタ

ノール生産技術を開発し事業化につなげた。 

8) 九州センター：窒化アルミニウムへの第3元素添加

による圧電特性の改善に成功し、携帯端末機器用の次

世代電子部品材料として技術移転を行った。また、各

種市販太陽電池モジュールの発電量評価を可能とする

屋外曝露サイトでのデータ解析を通じて、太陽電池の

種類や天候が発電量に及ぼす影響を明確化し、地域の

気象条件に適応した太陽電池を選択するためのデータ

ベースを構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・地域センター活動検証委員会の検証結果を公開すると

ともに、その検証結果を踏まえ、各地域センターの機

能強化策を講ずる。 

【平成25年度実績】 

・地域センター活動検証委員会を7回開催し、報告書案

を取りまとめるとともに、検討結果を本格研究 WS
を通じて公表した。また、検証結果を踏まえて、各地

域の特長に応じた、研究機能、連携機能、内部マネー

ジメントに関する強化策を策定した。 

  

【第3期中期計画】 

・産総研イノベーションスクール（平成20年度開始）及

び専門技術者育成事業（平成17年度開始）については、

第3期中期目標期間中において、育成期間終了後の進

路等、育成人材の追跡調査等によって成果を把握して、

現行の事業の有効性を検証し、その継続の要否も含め

た見直しを行うものとする。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研イノベーションスクールについては、育成修了

者の進路の追跡調査を行うとともに、産学官連携の促

進ツールとしての効果の検証を行い、外部有識者との

意見交換を実施して事業評価の準備を行う。 

【平成25年度実績】 

・産総研イノベーションスクール制度の効果検証のため

に、過去の育成修了者の進路の追跡調査を引き続き実

施して、パンフレット等に掲載する修了生の就業状況

データを更新した。また、過去のスクール生を受け入

れたホスト研究者全員に対してアンケート調査への回

答を依頼し、スクール生をきっかけとした連携活動、

研究グループ内に与える波及効果等をまとめた。また、

3月には外部委員による諮問委員会を開催して意見交

換を行い、スクール運営に関するアドバイスを得た。

さらに、修了生を含めた人的ネットワーク形成を促進

するために、先輩との交流会に合わせて同窓会として

の近況紹介を試みた。 

  

【第3期中期計画】 

・ベンチャー開発センターについては、第3期中期目標

期間中において、創出ベンチャー企業の業績や動向を

把握し、それまでの取組における成果及び問題点並び

に制度上のあい路等を厳格に検証し、その結果を公表

するとともに、当該検証結果を踏まえ、事業の存続の

要否も含めた見直しを行う。具体的には、産総研発ベ

ンチャーの創出、育成及び支援に関する施策について、

創出企業が成功に至った例、失敗した例の両方につい

て、技術シーズ発掘からビジネスプラン策定や検証を

経て創業に至るまでの過程における各施策の有効性に

ついて検証し、検証結果を踏まえた見直しを行うとと

もに、有効性の高いものと認められ引き続き実施する

施策については外部の研究開発機関等へ知見やノウハ

ウを広く公開、共有する。 

 

【平成25年度計画】 

・ベンチャー創出支援事業に関する検証結果を公表し、

外部の研究開発機関等と知見やノウハウを共有すると

ともに、検証結果を踏まえた事業の見直しを行う。 

【平成25年度実績】 

・ベンチャー創出支援事業に関する検証結果は産総研公

式ホームページ、「第9回ベンチャー開発成果報告

会」及び「ベンチャーフォーラム」等において公表し

た。これまでの知見やノウハウは NEDO のベンチャ

ー創出支援に関わる新制度であるプラットフォーム事

業の構築に際し、参考情報として提供した。また、所

内においても検証結果を踏まえて、有望な産総研技術
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移転ベンチャーの重点的支援、スタートアップ・アド

バイザーを中心としたチーム力を強化する取り組みな

どを新たに開始した。 

 

【第3期中期計画】 

・研究評価の質を向上するため、現場見学会の開催や事

前説明等の充実により、評価者が評価対象を把握、理

解する機会を拡大する。 

 

【平成25年度計画】 

・外部委員が評価対象を把握、理解する機会を拡大する

ために、外部委員と研究ユニットとの多様な方式によ

る意見交換及び外部委員への成果の情報提供等を引き

続き実施するとともに、外部委員への事前説明の充実

を図る。 

【平成25年度実績】 

・外部委員が評価対象を把握、理解する機会を拡大する

ために研究ユニットが主体となり、委員会形式、個別

訪問形式で意見交換を実施した。新たな外部委員に対

して産総研の評価システム等の事前説明を実施した。 

 

【平成25年度計画】 

・評価委員会での評価資料の説明とその質疑以外に、ポ

スターセッション等を行うとともに、それらにおける

多様な研究内容の紹介や研究者との質疑等により、評

価委員が評価対象の把握や理解を深めるための機会の

充実を図る。 

【平成25年度実績】 

・評価委員会での評価資料の説明とその質疑以外に、現

場見学会及びポスターセッションを実施することによ

り、評価委員が評価対象の把握や理解を深めるための

機会を充実させた。 

 

【平成25年度計画】 

・前回の研究ユニット評価結果や評価委員との意見交換

における指摘事項への対応状況を研究ユニット評価資

料に記載するとともに、必要に応じて評価委員会での

説明を行う。 

【平成25年度実績】 

・前回の研究ユニット評価結果や評価委員との意見交換

における指摘事項について、改善点などの対応状況を

研究ユニット評価資料に記述するとともに、必要に応

じて評価委員会での説明を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・評価資料の活動データに加えて、評価委員が研究ユニ

ットのアウトプットの内容をより詳細に把握できる情

報提供の充実を図る。 

【平成25年度実績】 

・評価委員に対して、外部公開版研究成果発表データベ

ースを用いた研究ユニットの論文等の確認方法につい

て情報提供することにより、研究ユニットのアウトプ

ット(論文等）の内容をより詳細に把握できるように

した。 

  

【第3期中期計画】 

・産総研ミッションに即した、より客観的かつ適切な評

価軸へ見直しを行い、アウトカムの視点からの評価を

充実させる。また、研究成果創出の最大化ならびに成

果の社会還元に繋げるため、PDCA サイクルによる

継続的な自己改革へ評価結果を適切に反映させる。 

 

【平成25年度計画】 

・研究ユニット評価において、研究ユニットが参画して

いる技術研究組合等外部連携の類型を示すこと等によ

り、より適切な評価を受けられるようにする。 

【平成25年度実績】 

・評価委員に対して、研究ユニット評価において、研究

ユニットが参画している技術研究組合ついて、実施範

囲と役割等の関係を示して説明をすることにより、よ

り適切な評価ができるようにした。 

 

【平成25年度計画】 

・第3期中期目標期間における評価の基本方針に基づき

「イノベーション推進、産業人材育成等に係わる業

務」に対する活動について、前回の評価委員会での指

摘事項を踏まえたその後の業務活動について、国民に

対して提供するサービスの質の向上等の観点から評価

を実施する。 

【平成25年度実績】 

・イノベーション推進活動評価委員会を開催し、「イノ

ベーション推進、産業人材育成等に係わる業務」に対

する活動について、「競争力のある研究シーズの育

成」「産業界との協働プロジェクトの拡充」「産業技

術人材の育成」などの項目を対象に、前回の評価委員

会等での指摘事項を踏まえたその後の業務活動につい

て、国民に対して提供するサービスの質の向上等の観

点から評価を実施した。 

 

【平成25年度計画】 

・PDCA サイクルによる自己改革を継続的なものとす

るために、研究ユニットと評価部との意見交換を年度

の早期に実施する。研究ユニット評価委員会に、当該

研究ユニットに関連する研究ユニット長が出席するこ

とを引き続き実施し、研究ユニット評価の効果的な活

用を図る。 

【平成25年度実績】 

・PDCA サイクルによる自己改革を継続的なものとす

るために、平成24年度に評価を実施した研究ユニット

と評価部とで、評価結果の重要な指摘事項等について
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の意見交換を8月までに実施した。また、研究ユニッ

ト評価委員会に、関連する研究ユニットの出席を促し、

当該研究ユニットの説明やそれに対する評価委員から

の質疑を把握することにより、評価の効果的な活用を

図った。 

 

【平成25年度計画】 

・研究評価を実施している外部機関との意見交換会、及

び国内外の評価関連学会やセミナーに参加し、次期中

期目標期間における当所の研究ユニット評価を実施す

るために必要な事項について、情報収集を行う。 

【平成25年度実績】 

・研究評価を実施している外部機関（NEDO 等）との

研究評価に関する意見交換、及び米国評価学会や研

究・技術計画学会等国内外の評価関連学会やセミナー

に参加し、次期中期目標期間における評価について情

報収集を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・平成22年度末までに秋葉原事業所を廃止し、職員の配

置を見直すとともに、業務の効率化を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・なし 

  

(2) 研究機器や設備の効率的な整備と活用 

【第3期中期計画】 

・新たな事業所やサイト等の研究拠点を設置する場合は、

現状の基幹設備状況や拠点設備等の汎用性を踏まえる

とともに、省エネルギーの推進、類似の研究領域に係

る施設を極力近接して配置するなど経済性、効率性を

考慮した施設整備に努める。研究開発の進ちょく状況

に応じて、無駄なく必要な研究スペース等を確保する

ものとする。また、研究開発の終了時には、施設の有

効活用のための検討を行い、その上で施設の廃止又は

不用資産の処分が適切と判断された場合は速やかに実

施する。 

 

【平成25年度計画】 

・「福島再生可能エネルギー研究開発拠点」について、

適切な工事監理・監督を行い、高品質な研究施設を完

成させる。 

【平成25年度実績】 

・「福島再生可能エネルギー研究開発拠点」建設工事に

おいて、適切な監理・監督を行い、事故による工事の

遅延防止並びに高品質な施工の確保を図るとともに、

安全で環境に配慮した研究施設を計画どおりに完成さ

せた。（実験別棟：平成25年10月、研究本館：平成26

年1月完成） 

・「A 区画整備建設工事・電気設備工事・機械設備工

事」、「再生可能エネルギー備蓄回生システム設置工

事」、「風力発電設備設置工事」、「太陽光発電設備

工事」等について、適切な工事監理・監督により、計

画通りの施設を完成させた。 

 

【平成25年度計画】 

・研究拠点の再構築及び老朽化対策として実施する改修

工事においては、経済性を考慮しつつ、エネルギー効

率の高い、環境負荷と施設運用コストを低減できる、

汎用性の高い施設・設備を設計し、工事に着手する。 

【平成25年度実績】 

・研究拠点の再構築として、北海道、東北、つくば、関

西、九州の各センターにおいて、経済性を考慮しつつ、

エネルギー効率が高く、かつ汎用性の高い研究施設の

設計を行い、計画通り建設に着手した。 

・前例のない予算規模の老朽化対策事業において、施設

維持管理コストの低減、安全確保、環境保全に配慮し

た設計を行うとともに、研究活動への影響の最小化を

図りつつ、つくば中央・東地区特高受変電設備、つく

ば中央地区北・東地区研究廃水処理施設、各事業所電

源盤等の大規模研究インフラ施設の改修工事に着手し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・スペース有効活用審査委員会において閉鎖が決定され

た建物について、予算状況を勘案しながら解体・撤去

を進める。 

【平成25年度実績】 

・閉鎖決定された建物について、7棟4,108m2の解体撤

去を完了し、18棟5,176m2の解体撤去の手続きを開始

した。 

 

【平成25年度計画】 

・研究環境安全委員会等のツールを活用し、省エネルギ

ー性が高く、安全性が確保された施設の整備を推進す

る。 

【平成25年度実績】 

・大規模設備及びエネルギー消費施設の導入・更新にあ

たっては、研究環境安全委員会を発展的に解消し、研

究環境安全企画部の業務として建築、機械、電気、安

全、省エネ等に関する審査（33件）を実施し、安全性、

省エネルギー性の高い施設整備の実現に貢献した。 

 

【平成25年度計画】 

・補正予算により措置された整備事業を踏まえ、これま

での計画をより効果的になるように中期施設整備計画

を見直す。 

【平成25年度実績】 

・前例にない規模の補正予算が措置されたことから、中

期施設整備計画に留まらず、マスタープランも含めて
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見直しを行い、今後の施設整備計画の検討に着手した。 

 

【平成25年度計画】 

・施設情報のデータベースをもとに、平成24年度に作成

した施設管理支援システムについて、適切な維持管

理・運営を行う。 

【平成25年度実績】 

・実施した設備改修や現地確認により明らかになった内

容を随時反映するとの手法でデータの更新を行い、施

設管理支援システムを適切に維持管理・運営した。 

 

【平成25年度計画】 

・研究施設等を効率的に運営するために定めた有効活用

フローを効果的に活用し、引き続き効率的な研究スペ

ースの確保及びスペースの有効活用を推進する。 

【平成25年度実績】 

・スペースを有効活用するため、管理監・地域センター

所長による年2回の巡視を実施した。これに加え、原

則年2回の開催としていたスペース有効活用審査委員

会を毎月開催することとし、スペース配分及びスペー

スに関する方針決定に迅速に対応し、効率的な研究ス

ペースの確保及びスペースの有効活用を推進した。 

 

【平成25年度計画】 

・研究スペースの配分に際しては、中期施設整備計画を

踏まえ、効率的な配置及び研究領域の集約化を進める

とともに、不用となった建物を閉鎖する。また、変化

する研究開発のニーズに応じたスペース利用となるよ

う、スペースの返納や既存設備の有効活用を促進する。 

【平成25年度実績】 

・18棟の建物を閉鎖し、研究スペースの効率的な配置を

進め、さらに大部分の動物実験施設を6-12棟へ集約化

して効率化を図ることとした。また、集約化等によっ

て生み出された空きスペース等については、産総研が

参加する技術研究組合等への貸与を行う等、研究開発

のニーズに応じたスペース利用の推進を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研が保有する研究人材及び研究開発で活用する最

先端の研究機器、設備等を社会と共有するための拠点

（先端機器共用イノベ－ションプラットフォ－ム）の

体制整備を行うとともに公開設備の範囲の拡大を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・共用施設の管理・運用システムの更なる強化を図る。

具体的には、専門知識を持たないユーザでも、所望の

加工・分析等が可能な機械にアクセスできるよう、利

便性の高い検索機能を持つ「機器データベース」の整

備を行う。 

【平成25年度実績】 

・TIA-nano 四機関の300点余りの共用機器（加工・分

析装置）を網羅した「つくば共用研究施設データベー

ス」を整備し、平成25年8月より公開した。装置名か

ら検索する機能に加え、専門知識を持たないユーザで

も「やりたいこと」から出発して装置の検索が行える

新たな検索機能を持たせ、利便性の高いデータベース

とし、共用施設の利用促進と利便性の向上を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・外部公開施設の所外利用を促進するため IBEC の宣

伝に努める。 

【平成25年度実績】 

・産総研オープンラボ、イノベーションジャパン2013、

TIA-nano 公開シンポジウム等各種イベントにおける

利用説明会・ポスター展示により、上記データベース

と IBEC 施設の宣伝を行い、外部利用促進に努めた。 

 

【平成25年度計画】 

・TIA の中核機関の一つとして、共用施設 WG 設立に

尽力する。 

【平成25年度実績】 

・TIA-nano 中核四機関、産業界、政府関係機関等産学

官のメンバーによる共用施設 WG を発足させた。3回

の会合を開き、WG の目標、人材育成等今後の活動

について議論した。 

  

３．職員が能力を最大限発揮するための取組 

(1) 女性や外国人を含む優秀かつ多様な人材の確保及び

育成 

【第3期中期計画】 

・研究職については、研究活動に活力を与える任期付研

究職員制度を持続的に発展させるために、多様な人材

の確保に配慮しつつ、若手研究員の採用を促進する新

たな制度を導入するなど、採用制度の見直しを行う。 

 

【平成25年度計画】 

・研究職員については、優秀かつ多様な人材を確保する

ための方策を継続的に検討していく。平成24年度に改

定を行った博士型任期付研究員制度については、その

効果を検証し、任期付研究職員制度の持続的発展に努

める。 

【平成25年度実績】 

・平成24年度に今後の産業技術の発展を担う若手の育成

を考慮して採用する博士型任期付研究員制度に改定し

たことにより、平成24年度に引き続き、平成22年度及

び平成23年度に実施してきた産業人材育成型任期付研

究員制度より応募者の採用年齢が下がるとともに採用

者数が増加した。（平成22年度採用者平均年齢32歳

（採用者数55名）、平成23年度採用者平均年齢31歳

（採用者数54名）→平成25年度採用者平均年齢30歳
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（採用者数66名）） 

 

【第3期中期計画】 

・事務職については、産総研で求める人物像及び専門性

を明確にした上で採用活動を実施し、優秀な人材確保

に努める。また、特別な専門知識を必要とする特定の

業務については、民間経験等を有する者の中途採用を

積極的に推進する。 

 

【平成25年度計画】 

・全国の主要大学等での就職説明会や企業合同説明会の

参加を通じて、就職希望につながる効率的な勧誘と広

報を行い、多様で優れた人材の確保に努める。 

【平成25年度実績】 

・主要大学の就職説明会（9箇所）及び企業合同説明会

（11箇所）に参加して、優れた人材の確保に向け、積

極的な採用活動を実施した。また、産総研主催の就職

セミナーを開催（4回）し、志望度を上げるため若手

事務職員から具体的な業務内容とその魅力等について

説明する機会を設けた。 

 

【平成25年度計画】 

・特別な専門知識が必要な特定の業務を行う部署につい

ては、引き続き即戦力が必要な業務を調査し、中途採

用制度も活用する等により適切な人材の確保に努める。 

・事務系契約職員等の職員登用制度（地域型任期付職

員）については、引き続き適切な実施に努める。 

【平成25年度実績】 

・ファシリティマネジメント（研究施設管理）業務につ

いて3名、国際輸出管理業務について1名、つくばイノ

ベーションアリーナ拠点の施設維持・運営業務につい

て4名を特定業務任期付職員として採用した。また、

技術系（研究施設管理）職員について、新卒採用者1

名を内定した。 

・地域型任期付職員（事務系契約職員等の職員登用制

度）については、5名採用内定した。 

  

【第3期中期計画】 

・定年により産総研を退職する人材については、関係法

令を踏まえて、第2期に引き続き再雇用を行っていく。 

 

【平成25年度計画】 

・シニアスタッフ制度の見直しについて、労働法令の高

齢者雇用制度など国家公務員の再任用制度の今後の動

向を見つつ、検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・平成25年度末で定年退職する職員のうち、研究業績の

極めて著しい職員、研究を継続する必要のある職員は、

研究ユニットでの再雇用を実施した。また、本部・事

業組織に在籍し、特定業務を高い専門性・経験で継続

する必要のある職員は、本部・事業組織での再雇用を

実施し、その他の再雇用については、引き続き現状の

シニアスタッフ制度を活用して、昨年度同様に募集、

面談等を実施して再雇用を希望する退職予定者全員の

再雇用を行うこととした。 

  

【第3期中期計画】 

・人材の競争性、流動性、及び多様性をより一層高める

とともに、最適な研究者の構成、知財戦略の推進やベ

ンチャー創出あるいは研究マネジメント等の分野にお

ける専門的な人材の活用を図るため、第3期中期目標

期間において、第2期中期目標期間にまとめた人材開

発戦略会議の報告の内容を具体化しつつ、新たな中長

期的な人事戦略としてまとめる。また、それに応じた

人事システム、研究者の評価システムやキャリアパス

の見直しを行うものとする。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年6月21日付で理事会決定した「産総研の研究

開発業務の一層の推進のための業務運営体制の改善に

ついて（中間とりまとめ）」について、実施された各

措置について、適切な運用を行っていくとともに、イ

ノベーション推進本部及び関連組織の業務方針及び体

制の改善については、継続検討課題として引き続き検

討を行う。 

【平成25年度実績】 

・平成24年6月21日付理事会决定「産総研の研究開発業

務の一層の推進のための業務運営体制の改善について

（中間とりまとめ）」に基づき、下記措置を続行した。 

1) 研究推進組織における研究職員の役職等の見直しに

基づく異動発令 

 研究職5級で役職が主任研究員の者（審査対象者90

名（辞退者57名含）)について、業績審査及び研究統

括、副研究統括による面談を実施し、平成24年度に新

設した上級主任研究員への推薦候補者を決定し、10月

1日付で発令を行った(33名）。 

2) 博士型任期付研究員の採用 

 平成24年度に新設した博士型任期付研究員を69名

採用した。 

3) 専門的な業務を担う人材の確保 

・ファシリティマネジメント（研究施設管理）業務につ

いて3名、国際輸出管理業務について1名、つくばイノ

ベーションアリーナ拠点の施設維持・運営業務につい

て4名を特定業務任期付職員として採用した。また、

技術系（研究施設管理）職員について、新卒採用者1

名を内定した。 

4) 管理職員の明確化 

 事務職員について平成24年度に明確化した管理職員

と非管理職員の区分に従い、役職異動時に管理監督者

等の指定と解除を通知した。 
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5) 事務職員に係る役職定年制の実施 

 平成24年度に導入した事務職員に係る役職定年制に

より、10月1日付で18名の対象者に対して発令を行っ

た。 

6) 事務系契約職員等に対する職員登用の継続 

 地域型任期付職員として、平成25年4月1日付で5名

を採用した。また、5名の平成26年度採用予定者を内

定した。 

 

【第3期中期計画】 

・男女や国籍などの別にかかわりなく個人の能力を存分

に発揮できる環境の実現を目指し、共同参画を推進す

る。研究系の全採用者に占める女性の比率について第

3期中期目標期間終了時までに第2期実績を上回る15%
以上を確保し、更なる向上を目指す。また、外国人研

究者の採用については、研究セキュリティをはじめコ

ンプライアンスの観点に留意しつつ、積極的な採用に

努める。 

 

【平成25年度計画】 

・ワーク・ライフ・バランス支援及びキャリア形成支援

を進めるとともに、介護支援に関する調査分析及び課

題抽出を引き続き行う。ダイバーシティ意識の啓発及

び浸透のための取組を継続する。 

【平成25年度実績】 

・ワーク・ライフ・バランス支援として、仕事と介護の

両立のためのノウハウや介護予備軍の不安が軽減する

知識を提供する、外部専門家による介護情報及び研究

者の視点から見た介護支援技術に関するセミナーを開

催した。介護関連セミナー時のアンケート調査、介護

特別休暇と年次有給休暇の相関性の分析等により、継

続した情報提供や制度がより利用されるような環境づ

くりの必要性が課題として抽出された。 

・キャリア形成支援として、ロールモデルによる特別シ

ンポジウムおよび懇談会を開催し、女性研究者を取り

巻く課題について具体的な問題提起と議論を行い、支

援策を検討した。また、女性事務職のための交流会を

開催した。 

・多様性活用（ダイバーシティ）意識の啓発及び浸透の

ために、ユニット長研修において、ダイバーシティの

重要性を講義（1回）の内容に盛り込むとともに、グ

ループ長等研修、中堅研究職員研修、新人研修におい

て、ダイバーシティに関する講義（計4回）を実施し

た。また、「日本を元気にする産業技術会議」との共

催で、海外からの専門家を招きダイバーシティに関す

るシンポジウムを開催した。 

 

【平成25年度計画】 

・研究職を希望する女性向けのリクルート活動など、採

用応募への勧誘と広報を引き続き行う。高い資質を有

する外国人研究者の採用に引き続き努める。外国人研

究者採用・活用支援のための方策を検討する。 

【平成25年度実績】 

・大学の就職情報誌と理系専門誌へ女性研究者の紹介を

掲載した。また理系女子を対象とした合同説明会（東

京及び大阪）に参加し、積極的に採用に向けての活動

を行った。女性研究者の採用を促進するため、前年度

と同様に各研究分野の採用担当者に対して採用プロセ

スにおける女性比率のデータを提示し、採用目標比率

の再確認・意識喚起を行った。また、外国人研究者採

用については、各研究分野共通の重要課題の一つと位

置づけ、海外に於ける産総研のリクルート活動のあり

方等について分野担当者間で議論を継続した。 

・外国人研究者に向けた業務手続マニュアル等を作成し、

研究環境の向上に努めた。また、外国系グループ長へ

の業務支援者として、事務職員配置の調整を行った。

さらに、全国の外国系研究職員への聞き取り調査を実

施し、採用・活用に関する課題の把握と支援策の検討

を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・ダイバーシティ推進のため、国、自治体、学協会及び

他の研究教育機関等との連携関係をさらに発展してい

く。男女共同参画を推進するコンソーシアムの活動内

容を、外国人等を含めたダイバーシティに発展させる。

コンソーシアムに参画する研究教育機関と積極的に情

報共有を図り、連携をさらに強化する。 

【平成25年度実績】 

・つくば市の男女共同参画審議会に委員として参加し、

市の男女共同参画推進基本計画の推進に協力するとと

もに、市主催の男女共同参画に関するイベントにおい

て、実行委員として企画段階から参加し、7研究教育

機関を代表して活動内容を発表した。研究・技術計画

学会女性エンジニア活生分科会の運営委員に就任する

とともに、共催のシンポジウムを開催した。男女共同

参画を推進するコンソーシアムであるダイバーシテ

ィ・サポート・オフィスの事務局として、イベント開

催、懇話会、メーリングリスト、ニュースレター等に

よる情報共有を図り、参加機関が主催する各セミナー

への相互参加により連携を強化した。また、活動内容

を男女共同参画からダイバーシティに拡大するため議

論を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・高度に専門化された研究職の能力向上に重要な要素は、

意識啓発と優秀な研究マネージャによる指導であり、

意識啓発や自己開発スキルに重点をおいた研修を契機

として自己研鑽や OJT を通じた研究能力の一層の向

上を図る。研究開発マネジメント能力を高めるために

は、研修での意識啓発やスキル蓄積に加えて新たなキ
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ャリアを積極的に経験させるなどの取組を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・研究職員の能力向上およびキャリアデザインを意識し、

新入職員から研究グループ長、研究ユニット長までの

年齢層・各職層に対応した、階層別研修の一層の充実

を図る。特に若手研究職員に対する研修は、さらなる

効率化と高度化を目指したカリキュラム整備を継続し

て行う。 

【平成25度実績】 

・若手の研究職員、特にパーマネント化前の任期付研究

職員を対象とする若手研究員初期研修について、カリ

キュラムの組み換えと修正により内容の明確化と効率

化を図った。これを含め、研究職員の能力向上及びキ

ャリア開発に向けた意識啓発を目的とした研修を、10

の階層別研修として整備し、実施した。また、45歳の

中堅研究職員を対象とする研修において、労務管理と

メンタルヘルスの講義を追加し、マネジメントスキル

の充実を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・研究支援業務における業務の専門性の深化に対応して、

職員の専門性の蓄積を図るための研修（知財、ベンチ

ャー、産学官、財務、能力開発など）やスキルアップ

のための研修（簿記、民法など）などを実施する。ま

た、実際の産学官連携活動等の場での若手職員の

OJT など、産業界との連携を牽引できる人材育成の

仕組みを構築し、産学官連携、国際標準化、知財管理

等をマネージすることができる人材の育成に努める。 

 

【平成25年度計画】 

・産業界との連携を牽引できる人材を育成するため、引

き続き業務内容の整理・充実に向けた検討など若手職

員に対する OJT を行うことで、業務の効率化ならび

に専門性の深化を図る。 

【平成25年度実績】 

・新規採用職員の育成を効率的に行うため、OJT リー

ダーを設置し、管理者とともに業務の指導・サポート

を行うことで、効果的かつ効率的な若手職員の育成を

図った。また、着実な指導が行えるよう OJT リーダ

ー研修を実施するとともに、新規主査研修に OJT の

内容を取り入れることで、指導能力の向上を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・職員の専門性の蓄積及び自己のスキルアップのため、

引き続き成果活用人材育成等のプロフェッショナル研

修を実施する。研修カリキュラムについては、更なる

効率化、高度化を図る。 

【平成25年度実績】 

・成果活用人材育成研修については、成果活用に関わる

職員が必要な知識を広く持てるよう検討を行い、対象

者を広げるなど内容と運用を一部改善してカリキュラ

ムを開始した。また、パーマネント化した研究職員に

対して、産業界との連携の一助とすべく、知財権に関

わる民法の講義を実施した。 

  

【第3期中期計画】 

・複数の研究成果を統合して「製品化」につなげる人材

の育成においては、職種の別なく広範な育成研修を実

施し、意識啓発とスキルアップを図る。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、「製品化」につながる研究実

施の更なる活性化に向けた意識啓発に対応する内容を

盛り込んだ階層別研修を実施する。 

【平成25年度実績】 

・階層別研修において、次の研修を実施した。 

1) 中堅研究職員研修Ⅰ及びⅡにおいて、企業での研究

開発経験者からの講義を取り入れた。 

2) 若手研究員初期研修及びフォローアップ研修におい

て、「製品化」に向けた意識啓発として、本格研究に

ついての講義と演習を実施した。 

 

【第3期中期計画】 

・職員の専門性向上のため、内部での研修、外部への出

向研修を積極的に実施し、毎年度300名以上の職員が

研修を受講するよう努める。 

 

【平成25年度計画】 

・プロフェッショナル研修については、引き続き成果活

用人材育成研修、スキルアップ自己研鑽研修等を実施

するとともに、職員のニーズや社会情勢等を踏まえ、

必要に応じてカリキュラムを見直し、効率的で高い効

果が得られる研修を実施する。また、省庁等が行う外

部研修への積極的な参加を促す。 

【平成25年度実績】 

・プロフェッショナル研修については、対象者を広げる

など成果活用人材育成研修のカリキュラム内容と運用

を一部改善して開始した。スキルアップ自己研鑽研修

の一部として行っていた民法セミナーを、産業界との

連携の一助とすべく、若手研究員対象の研修に取り入

れて実施した。これらの研修を延べ433名の職員が受

講した。また、外部研修として経済産業省等が実施す

る研修を積極的に受講するよう働きかけ、9研修を延

べ13名の職員が受講した。 

  

【第3期中期計画】 

・共同研究や技術研修の実施に伴う外部研究員の受け入

れ及び産総研研究員の外部派遣などにより、外部人材

との交流を通じた研究水準の向上及び研究成果の産業
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界への円滑な移転を推進するとともに、産業界や学会

との人事交流並びに兼業も含む産総研からの人材の派

遣等も実施する。 

 

【平成25年度計画】 

・共同研究、外来研究員、技術研究組合及び技術研修等

の制度を活用した外部人材の受入を推進し、研究成果

の効率的な移転に努める。また、共同研究制度や連携

大学院制度、委員の委嘱、依頼・受託出張、産総研コ

ンソーシアム、兼業等の制度を活用した人材の相互交

流を積極的に実施する。 

【平成25年度実績】 

・共同研究の派遣研究員（1,971人）、外来研究員

（1,285人）、技術研修員（1,387人）、技術研究組合

のパートナー研究員（633人）等の外部人材を積極的

に受入れた。また、委員委嘱（3,506人）、役員兼業

（25人）等の制度の活用に加え、新規の連携大学院協

定の締結を行い、連携大学院制度に基づく教員委嘱

（334人）などにより、大学等への人材供給を推進し、

効率的な成果移転に努めた。 

 

【平成25年度計画】 

・兼業については、兼業先での活動及び所内での活動が

適正に行われるよう、引き続き注意喚起を行うととも

に、所内規程等に照らし合わせ厳正な審査を行う。 

【平成25年度実績】 

・兼業申請を遅滞なく行うよう、全職員に対する注意喚

起を行うとともに、所内規程に照らした適時・適切な

審査を行った。 

 

(2) 職員の能力、職責及び実績の適切な評価 

【第3期中期計画】 

・個人評価制度については、産総研のパフォーマンス向

上に向けた職員の意欲を更に高めることを目的として、

評価者と被評価者間のコミュニケーションを一層促進

し、産総研ミッションを反映した中長期的視点を含ん

だ職員個々人の目標設定とその達成へのきめ細かな助

言などを通じた効果的な活用を図る。研究活動のみな

らず成果普及活動を含めた産総研のミッション実現へ

の貢献度や、職務遂行能力等を発揮した研究や業務運

営の円滑化への貢献度等をより適切に評価できるよう

見直しを行う。 

 

【平成25年度計画】 

・1級研究職員採用に伴う職域別の評価の視点の見直し

を実施するとともに、地域型任期付職員の長期評価制

度についての検討を行うなど、評価制度の更なる改善

に向けた検討、所要の修正を行う。 

【平成25年度実績】 

・長期評価制度について、職域別の評価の視点に1級研

究職員の昇格についての「評価のポイント」「成果

例」を記載し改訂した。また、地域型任期付職員とし

て採用された者の昇格シミュレーションを実施し、現

行制度の中で審査を実施しても問題がないか等の検討

を行った。そのほか、研究職員の「短縮推薦制度の拡

張」（3→4級昇格についての在級年数を1年短縮でき

る制度を導入）、「推薦理由表の簡略化」等の制度見

直しを実施した。 

・短期評価制度について、評価基準（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）

を明確化し、評価者の評価基準の認識がこれまで以上

に揃うよう手引きを改訂するとともに、評価者への説

明会を実施した。 

 

【第3期中期計画】 

・職員の職種や業務の性格等を勘案した上で、個人評価

結果を業績手当や昇格等に、より適切に反映させるよ

う適宜見直しを行うとともに、職責手当の見直しを含

め、職員の能力、職責及び実績をこれまで以上に給与

に適切に反映するように検討する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年6月21日付で理事会決定した「産総研の研究

開発業務の一層の推進のための業務運営体制の改善に

ついて（中間とりまとめ）」に基づき運用を開始した

制度について、必要に応じて適宜見直しを実施する。 

【平成25年度実績】 

・上級主任研究員審査を長期評価の審査スケジュールに

合わせ実施し、業務効率化を図った。 

・研究職5級で役職が主任研究員の者（審査対象者90名

（辞退者57名含））について、業績審査及び研究統括、

副研究統括による面談を実施し、上級主任研究員への

推薦候補者を決定した。10月1日付で上級主任研究員

の発令を行った(33名）。 

 

４．国民からの信頼の確保・向上 

(1) コンプライアンスの推進 

【第3期中期計画】 

・定期的な研修及びセルフチェック等の実施を通して、

参加型コンプライアンスを推進し、役職員等の意識向

上を図るとともに、リスク管理活動などの取組におい

て、PDCA サイクルを有効に機能させることにより、

全所的なコンプライアンスの徹底を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・全職員等のコンプライアンスに対する意識向上に向け、

新規採用職員研修をはじめとする各種職員向け研修、

セルフチェックの実施等によって、参加型コンプライ

アンスの推進を図る。 

【平成25年度実績】 

・参加型コンプライアンスの推進を図るため、新規採用
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職員、グループ長等及び研究ユニットの研究員等を対

象にコンプライアンスに関する研修を実施した。また、

役職員等を対象としたコンプライアンスセルフチェッ

クを1月に実施した（実施率100%)。 

 

【平成25年度計画】 

・所内におけるコンプライアンス推進活動の一環として、

身近な事例をもとに「コンプラ便り」を作成・発信し、

職員等のコンプライアンスに関する理解向上に努める。 

【平成25年度実績】 

・所内におけるコンプライアンス推進活動の一環として、

身近な事例（交通事故、飲酒運転等）を基に「コンプ

ラ便り」を4通作成し、イントラへ掲載することでコ

ンプライアンスに関する理解のさらなる増進を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・役職員が安心して産学官連携活動に取組めるよう、利

益相反マネージメントを実施する。 

【平成25年度実績】 

・役職員等を対象として、年2回（上期8月、下期3月）

の利益相反に係る定期自己申告を実施した。いずれも

対象者全員から申告を受け、利益相反上ヒアリングが

必要と認められた者に対して外部カウンセラーによる

ヒアリングを実施し、利益相反マネージメント委員会

において全員について「利益相反上の懸念がない。」

と決定した。 

 

【平成25年度計画】 

・これまでに蓄積された利益相反マネージメントの知見

や外部有識者の意見をマネージメント手法に反映する

ことで、効率的かつ効果的で、時宜にあったマネージ

メントに努める。特に、利益相反に関する相談事例を

イントラに掲載するなど情報発信に努める。 

【平成25年度実績】 

・産総研における利益相反マネージメントを効率的かつ

効果的で時宜にあったものとするため、外部有識者か

らなる利益相反マネージメント・アドバイザリーボー

ドを開催して意見を聴取するとともに、イントラに掲

載した利益相反に関する相談事例集により利益相反マ

ネージメントに関する役職員等の理解向上に努めた。 

 

【平成25年度計画】 

・各部署等におけるリスク管理活動プランの策定及び自

己評価等を通じ、リスク管理の PDCA サイクルを着

実に遂行するとともに、リスク管理の具体的な取り組

みとその自己評価をもとに、組織的なリスク管理の向

上を図る。 

【平成25年度実績】 

・6月と12月に所内の全研究ユニットに対してリスク管

理活動の自己評価とプラン策定を依頼し、そのデータ

を集計することにより、リスク管理における取り組み

事例や教訓となる事例等の整理と分析を行った。分析

結果については、平成24年度及び平成25年度の2年計

画で、研究ユニットのリスク管理責任者等との面談を

通してフィードバックした。 

 

【平成25年度計画】 

・研究ユニット等との意見交換及び内部監査等を活用し

てリスク管理活動のモニタリングを行い、その結果を

関係部署等にフィードバックすることにより、引き続

きリスク管理活動の向上に努める。 

【平成25年度実績】 

・4研究センター及び11研究部門のリスク管理責任者等

とリスク管理活動等に関する意見交換を行い、リスク

管理に対する意識や取り組み状況の把握に努めた。意

見交換によって得られた知見は、今後の組織のあり方

を検討するための参考資料として、研究ユニット活動

総括・提言委員会等に提供した。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研の業務継続計画（BCP）について、関係部署

による情報共有及び課題の検討を行い、必要に応じた

見直しを行う。 

【平成25年度実績】 

・BCP の実効性を確保し継続的改善を図るため、優先

業務担当部署と情報共有を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・内部監査の実施にあたっては、業務上の問題点の発

見・指摘だけを目的としたものではなく、被監査部門

との相互理解のもとに業務上の課題等についての改善

提案等を行う。また、内部監査の実施により、各組織

が実施する業務の有効性及び効率性が担保されている

かの把握を行う。 

【平成25年度実績】 

・内部監査の実施については、監査の必要性の高い業務

（検収業務、立替払制度等）について書面及び実地に

よる監査を実施し、監査を通じて把握・取得した業務

の実態及び客観的データを分析・評価することにより、

当該業務の合規性、有効性及び効率性を把握するとと

もに課題等の抽出を行った。 

・抽出した課題等について、被監査部門が課題等を的確

に把握し、改善に向けて主体的に取り組めるよう、被

監査部門との十分な意見交換を実施し、相互理解のも

とに改善提案等を行った。 

・内部監査が組織内で有効に機能するための重要な要件

である「独立性と客観性の確保」を図るために、平成

25年10月より内部監査の実施部署である監査室につい

て、コンプライアンス推進本部内の部署から理事長直

下の部署に独立・再配置し、内部監査体制の更なる強
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化を行った。 

・監事監査と内部監査の実施業務の重複を避けるととも

に、内部監査の品質向上を図るために、監事と監査室

との意見交換等を十分に行った。 

 

【平成25年度計画】 

・監事監査が効率的に行えるよう監事への情報の提供等

必要な支援を行う。 

【平成25年度実績】 

・監事監査が適切かつ効率的に行えるよう監事との打合

せを十分に行うとともに、被監査部門の事前情報収集、

データ作成、日程調整及び監査記録作成等を行った。 

・監事監査と内部監査の実施業務の重複を避けるととも

に、内部監査の品質向上を図るために、監事と監査室

との意見交換等を十分に行った。（再掲） 

 

【平成25年度計画】 

・中東や北朝鮮等での世界情勢の変化を踏まえて、輸出

管理の徹底はこれまで以上に重要との視点に立ち、所

内における研修会の実施、情報提供を積極的に行うと

ともに、経済産業省等との連携による厳格な輸出管理

を図る。 

【平成25年度実績】 

・安全保障輸出管理に関する研修として、新規採用職員

研修、部門等輸出管理者会議を含め、17回の研修を実

施した。 

・日本安全保障貿易学会に講師として招かれ「産業技術

総合研究所における輸出管理の取り組み」というタイ

トルで講演を行った。 

・経済産業省主催の大学等向け輸出管理説明会に講師と

して招かれ「産業技術総合研究所における輸出管理の

取り組み」というタイトルで講演を行った。 

・JICA 研修により、ASEAN 各国の輸出規制当局の担

当者を受入れ、安全保障輸出管理についての講義等を

行った。 

・経済産業省による定期立入検査を受けた結果、指摘は

なかった。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすた

め、保有する情報の提供の施策に関する充実を図ると

ともに、開示請求への適切かつ迅速な対応を行う。ま

た、個人の権利、利益を保護するため、産総研におけ

る個人情報の適正な取扱いをより一層推進するととも

に、個人情報の開示請求等に適切かつ迅速に対応する。

情報セキュリティポリシーの適正な運用を継続維持し、

セキュリティや利便性の高いシステムの構築を目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・情報公開窓口の円滑な運用を行い、開示請求及び問い

合わせ等に適切に対応するとともに、ホームページを

活用した法令に基づく情報掲載を滞りなく実施する。 

【平成25年度実績】 

・開示請求及び問い合わせ等に対し、請求対象となった

法人文書を管理する部署等との十分な調整により適切

に対応した。（法人文書開示請求6件、開示等決定5件、

他機関からの意見照会1件、諮問1件（平成26年3月末

現在）） 

・法令等により公表が義務付けられている事業報告書や

年報等を、ホームページ上で遅滞なく公表した。 

 

【平成25年度計画】 

・個人情報保護窓口及び苦情相談窓口の円滑な運用を行

い、開示請求等に適切に対応するとともに、個人情報

の管理に関して、部署等の個人情報の管理に資するよ

うに法人文書管理と連動した説明資料の作成・提供を

行う。 

【平成25年度実績】 

・他機関等からの問い合わせに対し、法令に基づき、適

切に対処した。（他機関からの照会1件（平成26年3月

末現在）） 

・平成25年度新規採用職員研修における、文書管理、情

報公開・個人情報保護及び情報セキュリティの3講義

において、それぞれの関連性を踏まえた説明を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・新たな情報セキュリティポリシーの改訂とともに、そ

の普及、浸透のための活動を行う。併せて、情報セキ

ュリティの維持、向上のための対策を効果的、効率的

に最新技術を導入して実施し、標的型ウィルス等の新

たな脅威に備える。 

【平成25年度実績】 

・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一規

範」（情報セキュリティ政策会議決定）に基づき、情

報セキュリティポリシー（基本方針、規程、要領、実

施ガイド）の改訂案を作成した。・情報セキュリティ

意識の啓発、確認のための自己点検（セルフチェッ

ク）を実施した。実施率は 100% （平成 24年度

92.49%）であった。・情報セキュリティ対策の

PDCA サイクルを確立するため、24の研究推進組織

に対して情報セキュリティ監査、及び外部公開サーバ

脆弱性診断（22件）を実施した。また、平成24年度の

情報セキュリティ監査で指摘事項のあった9の研究推

進組織についてフォローアップ監査を実施した。・情

報セキュリティを効果的、効率的に行うため、ネット

ワークセキュリティ管理監視サービスを導入し、イン

ターネット通信を一元的に監視する体制を構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・システム維持費の縮減のため、基幹業務システムのハ
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ードウェア等のシステム基盤の更新を進めると同時に、

業務継続計画の具現化のため災害対策システムの構築

を進める。また、更新した基盤への個別業務システム

の移行並びに安定稼働への見通しを得ると共に、平成

24年度に見直した情報システム化に関する新スキーム

の一層の浸透と実施の徹底を図る。 

【平成25年度実績】 

・基幹業務システムの更新にあたり、新技術の採用やラ

イセンスコストの抑制等の工夫を施した設計とし、平

成26年度の稼働に向け導入作業を実施した。 

・関西センターに災害対策システムを構築する作業に着

手した。 

・情報システム開発・改修に対し、新スキームの一層の

浸透と実施の徹底を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・費用対効果を勘案して、老朽化した地域センターネッ

トワーク機器更新、TV 会議システムのサービス向上、

外部公開データベースの更新を実施する。次期電話シ

ステムの導入に向けた検討を行い、ネットワークの更

なる安定運用を進める。 

【平成25年度実績】 

・中国センターのネットワーク機器の入替えを実施した。

また、その他の地域センターのネットワーク機器更新

のための設計を行った。 

・外部との TV 会議を行うためのゲートキーパー装置を

導入し、TV 会議システムの運用改善を行った。 

・外部公開データベース（法人文書、個人情報、研究成

果発表、研究者、知的財産権公開）をクラウド化し、

コストダウンと省電力化を図った。 

・次期電話システムの検討を行い調達手続きを開始した。

また、ネットワークの安定運用と高速化を図るため、

SINET（学術情報ネットワーク）を次期ネットワー

クシステムの候補として、検討を開始した。 

 

(2) 安全衛生及び周辺環境への配慮 

【第3期中期計画】 

・事故及び災害等の発生を未然に防止するため、PDCA
サイクルによる継続的な安全管理活動を推進するとと

もに、安全衛生管理体制の維持強化を図り、業務を安

全かつ円滑に遂行できる快適な職場環境づくりを進め

る。 

 

【平成25年度計画】 

・事故及び災害等の発生を未然に防止するため、引き続

き「環境安全マネジメントシステム」の運用を推進す

る。より実効的なシステムの運用を図るとともに、各

事業所及び地域センター間の運用レベルの均一化及び

レベルアップを図る。また、事故報告やヒヤリハット

報告から得られる情報を分析し、再発防止策を充実さ

せ、事故件数の低減及び人的被害の最小化を図る。 

【平成25年度実績】 

・所内で発生した事故及びヒヤリハット報告の情報をと

りまとめ、それらの分析結果及び再発防止策を所内イ

ントラネットに掲示するとともに、毎月の全国総括安

全衛生管理者補佐会議を通じて所内全員に周知した。

一般事故件数は平成24年度より12件増加し（合計52

件）、うち、人的被害事故件数は平成24年度を7件上

回る29件であった。6月に人的被害事故が連続して発

生したため、臨時安全衛生会議の開催による緊急の注

意喚起、再発防止策の確認の徹底等を行い、事故の未

然防止を講じた。 

・全事業所及び地域センターにおいて運用している「環

境安全マネジメントシステム（ESMS)」について、

安全管理担当者が事務局等として参加し、内部監査を

実施した。また、全国安全衛生管理担当者会議で模擬

監査及び意見交換を行い、改善点や評価点の情報を共

有し、各事業所間の運用レベルの均一化及びレベルア

ップを図った。 

 

【平成25年度計画】 

・ライフサイエンス実験管理業務においては、倫理・安

全に関する7つの既存委員会の運営及びヒト由来試料

実験、組換え DNA 実験、動物実験、生物剤毒素使用

実験の実地調査を継続して実施する。また、外部有識

者による講演会等を開催し、倫理・安全面の確保を図

るとともに、最新の法・技術等情報を収集し、その対

策、周知等を図る。 

【平成25年度実績】 

・研究所におけるライフサイエンス実験に関して、倫理

面及び安全面から実験計画内容を審議する委員会を14

回開催するとともに、ヒト由来試料実験、組換え

DNA 実験、動物実験及び生物剤毒素使用実験の実地

調査を実施した。・ライフサイエンス実験に係る実験

責任者及び実験従事者に対し、倫理、安全に関する教

育訓練講習会を開催した（延べ1545名参加）。 

 

【平成25年度計画】 

・放射線関連行政に関する法令改正等の情報収集及び法

令遵守状況の現地調査等を実施するとともに、各事業

所及び地域センターとの連携により、適切かつ一元的

な放射線管理体制を維持・推進する。 

【平成25年度実績】 

・平成24年度末に実施した各事業所の放射線関連法令遵

守状況の現地調査の課題について、フォローアップ調

査を実施し、不適切事例が無いことを確認した。さら

に、各事業所の放射線業務従事者、エックス線装置使

用者等の一元管理を引き続き行うとともに、登録申請

を効率化するためのシステム改修を行った。 
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【平成25年度計画】 

・放射線管理業務の更なる効率化を目指し、核燃料物質

の外部移管を推進し、不要になった放射線関連施設を

廃止する。 

【平成25年度実績】 

・放射線管理業務の効率化について、中部センター放射

線発生装置使用施設の廃止を完了させるとともに、つ

くば及び北海道センターの放射線関連施設の廃止の検

討を開始した。また、防護対象核燃料物質の外部移管

に向けた手続きを推進した。さらに、平成24年度に実

施した核燃料物質の集約化に伴い、4事業所（つくば

中央第3及び西、関西センター、四国センター）の核

燃料施設廃止手続きを進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・原発事故由来の放射性物質に関連する研究について、

引き続き法令遵守や放射線安全管理面から支援する。 

【平成25年度実績】 

・福島第一原子力発電所内での廃炉関連技術に関する研

究について、法令に基づく個人の被ばく管理、及び研

究現場での安全管理体制の確認を実施した。 

   

【第3期中期計画】 

・研究活動に伴い周辺環境に影響が生じないよう、

PDCA サイクルによる環境配慮活動を推進するとと

もに、活動の成果等を環境報告書として取りまとめ毎

年公表する。 

 

【平成25年度計画】 

・環境配慮活動を推進するため「環境安全マネジメント

システム」を効率的に運用し、特に、環境への影響が

大きい環境事故防止対策の強化を図る。 

【平成25年度実績】 

・「環境安全マネジメントシステム」の運用を推進し、

特に、有害物質の漏えい・流出を想定した緊急事態対

応訓練をつくばセンターの2事業所及び4地域センター

で実施した。 

【平成25年度計画】 

・引き続き、環境配慮活動の取組及び実績について、

「産総研レポート」として公表する。 

【平成25年度実績】 

・環境配慮の取組及び実績について、環境報告に社会性

報告を合わせ、「産総研レポート社会・環境報告 

AIST Report 2013」として公表した。特に、環境ト

ピックスとして TIA 連携棟の省エネルギー対策や、

地球温暖化対策として温室効果ガス排出量削減の取り

組みについて紹介した。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研全体としてのエネルギー消費、温室効果ガス排

出についての実情分析を行い、現状を定量的に把握す

る。当該分析結果を活用し、エネルギー多消費型施設

及び設備の省エネルギー化を推進するとともに、高効

率の機器を積極的に導入することにより、エネルギー

の削減を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、夏期の電力ピークカットに貢

献する。 

【平成25年度実績】 

・夏期のピークカットに貢献するため、輪番・一斉休暇

の実施、大電力消費設備の一部停止や負荷分散運転等

の対策を講じることで、節電目標値を達成した（平成

22年度比、つくばセンター：10%減、地域センター：

4-13%減）。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研の敷地内で活動する技術研究組合の使用電力量

について、平成24年度に設置した電力量計を活用して

適切に把握し、省エネルギー対策の普及啓発を行う。 

【平成25年度実績】 

・技術研究組合における使用電力量を適切に把握した。

また、夏季のピークカットへの協力を依頼し、省エネ

ルギー対策に関する意識向上に取り組んだ。 

  

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

１．予算（人件費の見積もりを含む） 

  平成25年度決算報告書によって明示する。 

  

【第3期中期計画】 

（参考） 

［運営費交付金の算定ルール］ 

毎年度の運営費交付金（G（y））については、以下の

数式により決定する。 

G（y）（運営費交付金） 

＝〔｛（Aa（y-1）－δa（y－1））×β＋（Ab（y-
1）×ε）｝×αa＋δa（y）〕＋〔｛（Ba（y-1）－

δb（y-1））×β＋（Bb（y-1）×ε）｝×αb×γ

＋δb（y）〕－C 

 

・G（y）は当該年度における運営費交付金額。 

・Aa（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費※のうち一般管理費相当分のＡ分類人件

費相当分以外の分。 

・Ab（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費※のうち一般管理費相当分のＡ分類人件

費相当分。 

・Ba（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費※のうち業務経費相当分のＡ分類人件費

相当分以外の分。 
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・Bb（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費※のうち業務経費相当分のＡ分類人件費

相当分。 

・C は、当該年度における自己収入（受取利息等）見込

額。 

※ 運営費交付金対象事業に係る経費とは、運営費交付

金及び自己収入（受取利息等）によりまかなわれる事

業である。 

・αa、αb、β、γ、εについては、以下の諸点を勘

案した上で、各年度の予算編成過程において、当該年

度における具体的な係数値を決定する。 

・αa（一般管理費の効率化係数）：毎年度、平均で前

年度比3%以上の削減を達成する。 

・αb（業務経費の効率化係数）：毎年度、平均で前年

度比1%以上の効率化を達成する。 

・β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用

する。 

・γ（政策係数）：法人の研究進捗状況や財務状況、新

たな政策ニーズや技術シーズへの対応の必要性、独立

行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案し、

具体的な伸び率を決定する。 

・δa（y）、δb（y）については、新規施設の竣工に

伴う移転、法令改正に伴い必要となる措置、事故の発

生等の事由により、特定の年度に一時的に発生する資

金需要について必要に応じ計上する。δa（y-1）、

δb（y-1）は、直前の年度におけるδa（y）、δb
（y）。 

・ε（人件費調整係数） 

  

２．収支計画 

  平成25年度貸借対照表及び損益計算書によって明示

する。 

(1) 運営費交付金及び外部資金の効果的な使用 

【第3期中期計画】 

・産総研の限られたリソースを有効に活用し、相対的に

優先度が低い研究プロジェクトにリソースを割くこと

がないよう、外部資金の獲得に際しての審査に当たっ

ては、以下の点に留意するものとする。 

① 外部資金の獲得に当たっては、それによる研究開発

と実施中の研究開発プロジェクト等との関係・位置付

けを明確にするとともに、産総研のミッションに照ら

して、産総研として真に優先的、重点的に取り組むべ

き研究開発とする。 

② 特定の研究者に過剰に資金が集中することや他の研

究開発課題の進ちょくに悪影響を与えることがないよ

う研究者の時間配分を的確に把握、管理する。 

 

【平成25年度計画】 

・研究テーマデータベースシステムを活用して、研究開

発に対する研究者の取組状況を把握し、外部資金を獲

得して優先的に実施する研究テーマと、運営費交付金

で重点化して実施する研究テーマを見極めた効率的な

運営費交付金事業を実施する。 

【平成25年度実績】 

・研究テーマデータベースシステムを活用して、研究職

員の研究開発への取組状況を把握、管理すると共に、

外部資金で行う研究開発が産総研のミッションに照ら

して、優先的、重点的に取り組むべきものになるよう、

外部資金獲得に際しての審査を継続して行った。また、

運営費交付金事業としてグリーンイノベーション、ラ

イフイノベーション等の社会ニーズを見据え、産総研

のコア技術に連携、知財、標準化の戦略的な取り組み

を絡めて実施することを目的としたテーマを募集し、

所内審査を経て戦略予算事業として配賦した。 

  

【第3期中期計画】 

・外部資金による研究開発が産総研の研究開発活動にど

のように寄与、貢献しているのか、個々の外部資金の

性格に応じて、その有効性を定期的に検証し、その結

果を踏まえ、外部資金の獲得による研究開発の在り方

について、一層の効率化、重点化の観点から、所要の

見直しを行うものとする。 

 

【平成25年度計画】 

・研究テーマデータベースシステムを活用して、外部資

金による研究開発が産総研の研究開発活動にどのよう

に寄与、貢献しているのか、外部資金の種類ごとの検

証を行う。 

【平成25年度実績】 

・研究テーマデータベースシステムを活用して、外部資

金による研究開発が産総研の研究開発活動にどのよう

に寄与、貢献しているのか、論文数と外部資金による

研究の関連を検証した。 

  

【第3期中期計画】 

・産総研の事業について、個々の目的や性格に照らして、

運営費交付金で行う研究と外部資金で行う研究との研

究戦略上の位置づけを一層明確化するとともに、民間

企業における自社内研究テーマと産総研に期待する共

同研究ニーズの的確な把握のための体制整備等を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・個々の目的や性格に照らして、運営費交付金で行う研

究と外部資金で行う研究との研究戦略上の位置づけの

一層の明確化を目指し、研究テーマデータベースシス

テムを活用して研究戦略と各研究テーマの関連と年度

推移の分析を行う。 

【平成25年度実績】 

・研究テーマデータベースシステムを活用して、運営費

交付金で行う研究と外部資金で行う研究それぞれの研
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究テーマについて、研究戦略との関連付けを行い、成

果発表や予算額の年度推移分析を行った。 

・民間企業の自社内研究テーマを FS や試作品作成など

の支援により産総研との大型共同研究に結びつける資

金提供型共同研究獲得支援事業（カタパルト事業）に

ついては、平成24年度の試行結果を踏まえ、本格的に

実施し、大型共同研究の創出を図った。加えて、イノ

ベーションコーディネータらが収集・把握した情報の

活用を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・大型の外部資金の獲得に当たっては内部の人材を広く

集積させる組織体制を構築し、所内のプロジェクト責

任者を中心として体制を組む。また、外部資金の獲得

の際には、特に民間資金の場合は産総研のこれまでの

投入資源を踏まえてユニット内で決定する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成25年度においても、プロジェクト責任者を中心と

した体制により大型の外部資金の獲得に努めるととも

に、民間資金については、これまでの投入資源を踏ま

えつつ、研究ユニットの連携研究及び技術移転推進テ

ーマを発展させて獲得を図る。 

【平成25年度実績】 

・23の技術研究組合に参画し、27の大型外部資金プロジ

ェクトを推進した。うち9の大型外部資金プロジェク

トについては、産総研研究員がプロジェクトリーダー

を務める研究開発を実施した。また、研究成果を活用

した企業等との共同研究において、民間企業に研究資

金の提供を求めた連携研究とするコーディネートを実

施した。 

・SiC 半導体パワーエレクトロニクスについては、平成

20年度から平成23年度までの大型内部予算（産業変革

研究イニシアティブ）による研究拠点（クリーンルー

ム）の整備や SiC ダイオード試作品の外部サンプル

提供の開始を踏まえ、新たな民活型の共同研究コンソ

ーシアム「つくばパワーエレクトロニクスコンステレ

ーション（TPEC）」を平成24年に設立し、オープン

イノベーションによる技術開発コスト削減、共通イン

フラや知財の相互利用を推進した。その結果、コンソ

ーシアムへは24企業・9機関が参画し、共同研究にお

ける提供資金額も大幅に増加した。 

  

(2) 共同研究等を通じた自己収入の増加 

【第3期中期計画】 

・企業との共同研究などの促進のための外部資金の獲得

に対するインセンティブ、国益に沿った形での海外か

らの資金獲得、研究施設の外部利用等の際の受益者負

担の一層の適正化等の検討を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを活用する形で

実施される外部資金による研究規模の拡大を図るため、

共同研究が促進されるよう企業等との連携において加

速が必要な研究課題に対し、重点的な支援を行うとと

もにインセンティブ制度の改善を図る。また、国益に

沿った海外からの資金の受入及び研究施設の外部利用

等の際の受益者負担に係る制度改善等の一層の適正化

に向けた検討を引き続き実施する。 

【平成25年度実績】 

・海外を含む外部機関からの研究資金受入や研究施設の

外部利用に関する制度等の外部との連携推進の検討と

あわせて、共同研究・受託研究、人材の受入、技術研

究組合参画研究に関する所内インセンティブ制度の拡

充を図り、外部資金獲得および連携制度活用に係るモ

チベーションを向上させ、外部資金による研究規模の

拡大を推進した。所内インセンティブ制度の拡充とし

て、具体的には、技術研究組合参画研究のインセンテ

ィブ配分率を平成24年度の50%から平成25年度は80%
に引き上げを行った。 

・研究施設等の外部利用の際の受益者負担につき、連携

研究等経費算定要領を一部改正（西事業所スーパーク

リーンルームにおける使用料及び必要経費算定方法の

見直し等）し、適正化を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研として取得し管理すべき知的財産権に関する方

針を策定し、コアとなる技術に加え、その周辺技術や

応用技術についても戦略的に特許を取得することで効

果的に技術移転を行う。また、成果移転対価の受領方

法を柔軟化する。 

 

【平成25年度計画】 

・産業界への技術移転を活性化するため、成果移転対価

の受領方法の柔軟化（金銭以外の財産による成果移転

対価の取得等）について、ニーズの有無を踏まえ、検

討を行う。【再掲】 

【平成25年度実績】 

・検討の結果、産業界への技術移転を活性化するための

成果移転対価の受領方法の柔軟化については、寄附に

より新株予約権を取得することが適切という結論を得

た。 

・また、改正研究開発力強化法の成立により、金銭によ

らない出資が可能となったことを踏まえ、出資に係る

具体的な方法等について、所内に設置した検討委員会

で検討を行った。【再掲】 

  

【第3期中期計画】 

・オープンイノベーションの促進、共同研究等連携によ

る地域発イノベーション創出を目指したコーディネー
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ション活動の全国規模での展開、強化を通じた取組も

行う。 

 

【平成25年度計画】 

・つくばと地域センターに配置したイノベーションコー

ディネータの全国的なネットワーク機能の活用と、産

総研研究者と企業、大学、公設試験研究機関等との有

機的な結合を図り、産学官連携共同研究施設（オープ

ンスペースラボ）等と共同研究制度等の産学官連携制

度の活用により、オープンイノベーションを促進する。 

【平成25年度実績】 

・つくばと地域センターのコーディネータを一同に会し

た「全国イノベーションコーディネータ等会議」を年

2回（8月、3月）開催する等、コーディネータ間のネ

ットワークを強化することで全国規模での連携の推進

を行った。 

・各研究分野企画室との連携を強化するためにイノベー

ションコーディネータの配置見直しを行った。 

・オープンスペースラボとして、臨海副都心センターお

よび四国センターでは装置等を備えた公開スペースを

設置して、地域の中小企業や研究機関との共同研究を

行い、オープンイノベーションハブ機能の強化を推進

した。 

 

【平成25年度計画】 

・地域発イノベーションの創出を目指し、産業技術連携

推進会議を活用した各地域の技術的共通課題の抽出と、

地域企業とオール産総研での連携を推進する。また、

イノベーションコーディネータ、産業技術指導員等に

よる企業訪問、ニーズのヒアリング、産総研研究者と

のマッチング等による連携構築のスキームについて、

他地域へも展開し、地域企業とのオール産総研での連

携を促進する。 

【平成25年度実績】 

・産業技術連携推進会議を活用した事業として、地域産

業界及び公設試と連携し、「研究連携支援事業」とし

て新規・継続課題6件を実施した。 

・重点地域として九州地域を選定し、産業技術指導員が

九州産学官連携センターのイノベーションコーディネ

ータと連携して、地域の研究開発型有望企業21社に接

触を試み、15社に企業訪問を実施した。この結果、現

在九州地域の企業3社と公的研究資金への提案又は資

金提供型共同研究締結に向けて調整を行っている。 

 

【第3期中期計画】 

・技術相談、技術研修にあたっては、受益者負担の観点

から制度の見直しを行う。 

 

【平成25年度計画】 

・技術相談及び技術研修の実施にあたり、受益者負担、

制度利用促進の観点の両面から、検討チームにより適

正な課金制度の検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・技術相談及び技術研修の実施にあたり、検討チームに

より、受益者負担、制度利用促進の観点の両面から適

正な課金制度の検討を行った。具体的には、技術相談

について受益者に負担を求めている研究機関等に対し

て先行事例調査をヒアリング等により行った。 

  

【第3期中期計画】 

・このように従来以上の外部資金獲得可能性を検討し、

外部資金の一層の獲得を進める。 

 

【平成25年度計画】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを提供すること

で、外部資金による研究規模の拡大を目指す。特に資

金提供型共同研究、受託研究、技術研究組合参画研究、

技術研修等の制度について、柔軟性を向上させ、一層

の外部資金を獲得するための運用を行う。 

・「資金提供型共同研究獲得支援事業（カタパルト事

業）」については、平成24年度の試行結果を踏まえ、

本格的に実施し、大型共同研究の創出を図る。 

【平成25年度実績】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを活用して23の

技術研究組合に参画し、17の技術研究組合の主たる研

究拠点を産総研内に設置して集中研究を実施した。 

・資金提供型共同研究では、相手機関ごとの契約事項の

合意ポイントを明らかにして担当者間で共有すること

により、契約締結実務の効率性と柔軟性の向上を図り、

更なる資金獲得に向けた体制を構築した。 

・また、科研費獲得のための所内サポート体制を整備し、

経験豊富なアドバイザーによる申請書のブラッシュア

ップを通じて一層の研究費獲得へつなげる運用を行っ

た。 

・技術研究組合参画研究については、産総研内に拠点を

置く組合へのサービス向上のため、手続き窓口担当者

の明確化と周知、手続きマニュアルの整備と更新等の

取組を開始した。 

・技術研修制度では、受け入れる学生の実情を踏まえ、

宿泊費や旅費の支払い基準を見直し、より利用し易い

制度とする検討を行った。 

・「資金提供型共同研究獲得支援事業（カタパルト事

業）」においては、大型共同研究の創出を図ると共に、

当該事業による研究成果の発展性を鑑み27のテーマを

選定した。契約に至った課題は７件（平成26年2月現

在）となった。 

・この結果、産総研の「人」や「場」等を活用した外部

資金による研究規模は、運営費交付金の55.3％となっ

た。 
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３．資金計画 

  平成25年度キャッシュ・フロー計算書によって明示

する。 

  

Ⅳ．短期借入金の限度額 

【第3期中期計画】 

（第3期：19,220,000,000円） 

・想定される理由：年度当初における国からの運営費交

付金の受け入れが最大3ヶ月遅延した場合における産

総研職員への人件費の遅配及び産総研の事業費支払い

遅延を回避する。 

 

【平成25年度計画】 

・なし 

【平成25年度実績】 

・短期借入金の実績なし 

  

Ⅴ．重要な財産の譲渡・担保計画 

【第3期中期計画】 

・次の不要資産を処分する。 

・九州センター直方サイトの土地(福岡県直方市、

22,907m2及び建物 

 

【平成25年度計画】 

・中部センター瀬戸サイトについては、土壌汚染対策掘

削除去工事を行い、平成25年9月以降国庫納付予定。 

【平成25年度実績】 

・中部センター瀬戸サイトについては、平成26年3月31

日に現物により国庫納付を行った。 

  

Ⅵ．剰余金の使途 

【第3期中期計画】 

剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・用地の取得 

・施設の新営、増改築及び改修 

・任期付職員の新規雇用 等 

 

【平成25年度計画】 

剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・用地の取得 

・施設の新営、増改築及び改修 

・任期付職員の新規雇用 等 

【平成25年度実績】 

・独立行政法人通則法第44条3項により主務大臣の承認

を申請した積立金の実績なし。（剰余金は発生してい

ない） 

  

Ⅶ．その他業務運営に関する重要事項 

１．施設及び設備に関する計画 

【第3期中期計画】 

・施設整備に際しては、長期的な展望に基づき、安全で

良好な研究環境の構築、ライフサイクルコストの低減、

投資効果と資産の活用最適性に配慮した整備を計画的

に実施する。 

 

【平成25年度計画】 

1)【平成23年度施設整備費補助金（3次補正）】 

・新営棟建設として、福島再生可能エネルギー研究開

発拠点整備事業を引き続き実施する。総額50.0億円 

・東南海・南海地震予測のための地下水等総合観測施

設の整備を引き続き実施する。総額10.9億円 

2)【平成24年度施設整備費補助金（当初）繰り越し分、

平成25年度施設整備費補助金（当初）】 

・老朽化対策として、耐震化改修を引き続き実施する。 

つくばセンター 第7事業所（平成24、25年度の2ヵ

年国庫債務負担行為：平成24年度分として2.6億円、

平成25年度分として6.3億円）総額8.9億円 

3)【平成24年度施設整備費補助金（1次補正）】 

・研究開発拠点の再構築として、つくばセンター、関

西センター、北海道センター、東北センター、九州

センターにおいて新研究棟の整備事業を実施する。 

総額110億円 

・老朽化対策として、建築関連改修、電力関連設備改

修、給排水関連設備改修、排ガス処理設備改修、空

調設備改修、廃水処理設備改修、エレベーター設備

改修を実施する。総額218億円 

4)【平成25年度施設整備費補助金（当初）】 

・老朽化対策として、石綿関連改修の整備事業を実施

する。総額0.1億円 

【平成25年度実績】 

1)【平成23年度施設整備費補助金（3次補正）】 

・新営棟建設の、福島再生可能エネルギー研究開発拠

点整備事業を実施し、完了した。総額50.0億円 

・東南海・南海地震予測のための地下水等総合観測施

設の整備を実施し、完了した。総額10.9億円 

2)【平成24年度施設整備費補助金（当初）繰り越し分、

平成25年度施設整備費補助金（当初）】 

・老朽化対策の、耐震化改修を実施した。（平成26年

度へ繰越） 

つくばセンター 第7事業所（平成24、25年度の2ヵ年

国庫債務負担行為：平成24年度分として2.6億円、

平成25年度分として6.3億円）総額8.9億円 

3)【平成24年度施設整備費補助金（1次補正）】 

・研究開発拠点の再構築として、つくばセンター、関

西センター、北海道センター、東北センター、九州

センターにおいて新研究棟の整備事業を実施した。

（平成26年度へ繰越）総額110億円 

・老朽化対策として、建築関連改修、電力関連設備改

修、給排水関連設備改修、排ガス処理設備改修、空

調設備改修、廃水処理設備改修、エレベーター設備
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改修を引き続き実施した。（平成26年度へ繰越） 

総額218億円 

4)【平成25年度施設整備費補助金（当初）】 

・老朽化対策として、石綿関連改修の整備事業を実施

し、完了した。総額0.1億円 

5)【平成25年度施設整備費補助金（1次補正）】 

・新営棟建設費として、グローバル認証基盤整備事業

を実施した。（平成26年度へ繰越）総額89.9億円 

・老朽化対策として、電力関連設備改修、空調設備改

修、外壁建具改修、給排水関連設備改修、排ガス処

理設備改修等を実施した。（平成26年度へ繰越） 

総額38.1億円 

 

２．人事に関する計画 

【第3期中期計画】 

・第3期中期目標期間において、第2期中期目標期間にま

とめた人材開発戦略会議の報告の内容を具体化しつつ、

新たな中長期的な人事戦略とし、人材の競争性、流動

性及び多様性をより一層高めるとともに、研究マネジ

メント等様々な分野における専門的な人材の確保、育

成に取り組む。 

 

（参考１） 

期初の常勤職員数            3,190人 

期末の常勤職員数の見積もり：期初と同程度の範囲で

人件費5%削減計画を踏まえ弾力的に対応する。 

※任期付職員については、受託業務等の規模や研究開発

力強化法の趣旨に則って必要人員の追加が有り得る。 

 

（参考２）第3期中期目標期間中の人件費総額 

中期目標期間中の総人件費改革対象の常勤役職員の人

件費総額見込み 

：133,793百万円 

なお、総人件費改革対象の常勤役職員の人件費総額見

込みと総人件費改革の取組の削減対象外となる受託研

究費等により雇用される任期付研究員の人件費との合

計額は137,602百万円である。（受託業務等の獲得状

況により増減があり得る。） 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職

員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派

遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年6月21日付で理事会決定した「産総研の研究

開発業務の一層の推進のための業務運営体制の改善に

ついて（中間とりまとめ）」について、実施された各

措置について、適切な運用を行っていくとともに、イ

ノベーション推進本部及び関連組織の業務方針及び体

制の改善については、継続検討課題として引き続き検

討を行う。【再掲】 

【平成25年度実績】 

・平成24年6月21日付理事会决定「産総研の研究開発業

務の一層の推進のための業務運営体制の改善について

（中間とりまとめ）」に基づき、下記措置を続行した。 

1) 研究推進組織における研究職員の役職等の見直しに

基づく異動発令 

研究職5級で役職が主任研究員の者（審査対象者90名

（辞退者57名含）)について、業績審査及び研究統括、

副研究統括による面談を実施し、平成24年度に新設し

た上級主任研究員への推薦候補者を決定し、10月1日

付で発令を行った(33名）。 

2) 博士型任期付研究員の採用 

平成24年度に新設した博士型任期付研究員を69名採用

した。 

3) 専門的な業務を担う人材の確保 

・ファシリティマネジメント（研究施設管理）業務につ

いて3名、国際輸出管理業務について1名、つくばイノ

ベーションアリーナ拠点の施設維持・運営業務につい

て4名を特定業務任期付職員として採用した。また、

技術系（研究施設管理）職員について、新卒採用者1

名を内定した。 

4) 管理職員の明確化 

 事務職員について平成24年度に明確化した管理職員

と非管理職員の区分に従い、役職異動時に管理監督者

等の指定と解除を通知した。 

5) 事務職員に係る役職定年制の実施 

 平成24年度に導入した事務職員に係る役職定年制に

より、10月1日付で18名の対象者に対して発令を行っ

た。 

6) 事務系契約職員等に対する職員登用の継続 

 地域型任期付職員として、平成25年4月1日付で5名

を採用した。また、5名の平成26年度採用予定者を内

定した。【再掲】 

 

【第3期中期計画】 

・研究職はより若手の研究者、事務職は求める専門性の

視点での採用を検討、推進する。また、女性研究者や

外国人研究者の採用も積極的に行う。 

 

【平成25年度計画】 

・研究職員については、優秀かつ多様な人材を確保する

ための方策を継続的に検討していく。平成24年度に改

定を行った博士型任期付研究員制度については、その

効果を検証し、任期付研究職員制度の持続的発展に努

める。【再掲】 

【平成25年度実績】 

・平成24年度に今後の産業技術の発展を担う若手の育成

を考慮して採用する博士型任期付研究員制度に改定し

たことにより、平成24年度に引き続き、平成22年度及

び平成23年度に実施してきた産業人材育成型任期付研
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究員制度より応募者の採用年齢が下がるとともに採用

者数が増加した。（平成22年度採用者平均年齢32歳

（採用者数55名）、平成23年度採用者平均年齢31歳

（採用者数54名）→平成25年度採用者平均年齢30歳

（採用者数66名）） 

 

【平成25年度計画】 

・研究職を希望する女性向けのリクルート活動など、採

用応募への勧誘と広報を引き続き行う。高い資質を有

する外国人研究者の採用に引き続き努める。 

【平成25年度実績】 

・大学の就職情報誌と理系専門誌へ女性研究者の紹介を

掲載した。また理系女子を対象とした合同説明会（東

京及び大阪）に参加し、積極的に採用に向けての活動

を行った。女性研究者の採用を促進するため、前年度

と同様に各研究分野の採用担当者に対して採用プロセ

スにおける女性比率のデータを提示し、採用目標比率

の再確認・意識喚起を行った。また、外国人研究者採

用については、各研究分野共通の重要課題の一つと位

置づけ、海外に於ける産総研のリクルート活動のあり

方等について分野担当者間で議論を継続した。 

 

【第3期中期計画】 

・また、研究職個々人の研究開発能力の向上とともに、

研究開発マネジメントの人材を育成し、事務職におい

ては専門性の蓄積を重視した人事ローテーションを実

施することにより専門家人材を育成する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成25年度も引き続き、所属長等への人事ヒアリング

等を活用し、所として専門性の必要な部署及び業務に

従事する人材の育成にむけた研修の検討や人事ローテ

ーションを行う。 

【平成25年度実績】 

・「産総研の研究開発業務の一層の推進のための業務運

営体制の改善について（中間とりまとめ）」を平成24

年6月21日付で理事会决定した事務職員のキャリアパ

スの類型を反映した人事調査書により、平成25年度も

本人が希望する今後のキャリアパス、現在の勤務状況

等を調査した。事務職員が配置されている部署の所属

長等への人事ヒアリングでは、その調査書を参考に、

各部署において専門性を必要とする業務の把握を行い、

その結果を踏まえた人事ローテーションを実施した。 

また、専門性の必要な人材の育成に向けた検討につい

ては、各専門業務（産学官、知財、財務、広報等）に

おいては平成24年度と同様の研修を実施した。施設業

務においては、他省庁研修を活用して育成を進めると

ともに、関連する建築士などの資格取得を支援するた

め、当該資格が対象とできるよう補助制度を改定した。

（2月施行） 

３．積立金の処分に関する事項 

【第3期中期計画】 

・なし 

 

【平成25年度計画】 

・なし 

【平成25年度実績】 

・なし 

  

《別表１》 鉱工業の科学技術 

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研究開

発の推進 

 

【第3期中期計画】 

・グリーン・イノベーションを実現するためには、二酸

化炭素等の温室効果ガスの排出量削減と、資源・エネ

ルギーの安定供給の確保を同時に図る必要がある。温

室効果ガスの排出量削減のため、再生可能エネルギー

の導入と利用拡大を可能とする技術及び運輸、民生等

各部門における省エネルギー技術の開発を行う。資

源・エネルギーの安定供給のため、多様な資源の確保

と有効利用技術、代替材料技術等の開発を行う。将来

のグリーン・イノベーションの核となるナノ材料等の

融合による新機能材料や電子デバイスの技術の開発を

行う。産業部門については、省エネルギー技術に加え

て環境負荷低減や安全性評価と管理、廃棄物等の発生

抑制と適正処理に関する技術の開発を行う。 

  

１．再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発 

【第3期中期計画】 

・再生可能エネルギーは枯渇の心配がなく、低炭素社会

の構築に向けて導入拡大が特に必要とされるエネルギ

ーである。このため、再生可能エネルギー（太陽光、

バイオマス、風力、地熱等）を最大限有効利用するた

めの技術の開発を行う。また、再生可能エネルギーの

需要と供給を調整し、末端最終ユーザへの安定供給を

行うために必要なエネルギー貯蔵、パワーエレクトロ

ニクス、エネルギーネットワークにおける統合制御技

術の開発を行う。 

  

１-(1) 太陽光発電の効率、信頼性の向上技術 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電技術に関して、共通基盤技術及び長寿命化

や発電効率の向上等に関する技術の開発を行う。具体

的には、太陽光発電普及に不可欠な基準セル校正技術、

評価技術、診断技術等の基盤技術開発を行い、中立機

関としてその技術を産業界に提供するとともに、標準

化に向けた活動を行う。また、長寿命化、高信頼性化

のために構成部材、システム技術等の開発を行うとと

もに寿命の検証のための評価技術の開発を行う。 
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１-(1)-① 太陽光発電の共通基盤技術の開発及び標準

化（Ⅳ-3-(1)-②へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電システム普及のための基盤となる基準セル

校正技術、高精度性能評価技術、屋外性能評価技術、

信頼性評価技術、システム評価技術、システム故障診

断技術等を開発し、それらを産業界に供給する。性能

評価の繰り返し精度を1%以下に向上させる。 

 

【平成25年度計画】 

・太陽光発電システムの普及を目指し、基準セル校正技

術の不確かさ低減、新型太陽電池実効性能評価技術の

確立に向けた取り組みを推進すると共に米国、欧州お

よびアジア地域の研究機関との国際比較測定、人材交

流、技術指導等の連携による国際整合性を推進する。

太陽電池発電量、長期信頼性に関わる評価技術を加速

推進する。 

【平成25年度実績】 

・超高温黒体輻射に基づく基準セル校正技術の不確かさ

低減研究を推進した。屋外高精度評価技術や HIT 太

陽電池や多接合太陽電池の JIS、IEC 標準化、新型太

陽電池実効性能評価技術の確立に向けた取り組みを推

進すると共に米国、欧州およびアジア地域の研究機関

との国際比較測定、人材交流、アジア地域の研究機関

等への技術指導等の連携による国際整合性を推進した。

発電量評価技術についてつくば、鳥栖における発電量

推定方式の検証とデータベース化準備を行った。長期

信頼性については、高温高湿試験と屋外曝露の相関を

調査した。 

 

１-(1)-② 太陽光発電の長寿命化及び高信頼性化 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電システムの寿命及び信頼性の向上のために、

太陽電池モジュール構成部材、システム構成部材、シ

ステム運用技術等を開発する。新規部材を用いること

等により、太陽電池モジュールの寿命を現行の20年か

ら30年に向上させるとともに、それを検証するための

加速試験法等の評価技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・市場で喫緊の課題となっている電圧誘起劣化の機構を

明確化し、当該劣化の解決に資する技術を開発する。

長期にわたり屋外曝露した太陽電池モジュールと加速

試験を施したモジュールにおいて劣化現象を解析し、

両者の差異を比較検討することで、長期信頼性を担保

可能な加速試験法を開発する。各種加速試験で得られ

た部材の設計指針をもとに新規部材をモジュールに適

用し、長寿命モジュールの実用化に資する基盤技術を

開発する。 

 

【平成25年度実績】 

・電圧誘起劣化の主要因がナトリウムの拡散であること、

n 型結晶シリコン太陽電池や化合物薄膜太陽電池でも

電圧誘起劣化が生じることを確認するとともに、カバ

ーガラス、封止材、反射防止膜の工夫により電圧誘起

劣化を抑止した。太陽電池モジュール内に滞留した酢

酸量を指標として、高温高湿試験と屋外曝露の相関を

調査し、高温高湿試験2000～3000時間が屋外曝露約20

年に相当する可能性を見出した。封止材の改良により、

端面封止を施さずとも、認証試験の10倍の時間の高温

高湿試験後に劣化が生じない薄膜太陽電池を開発した。 

 

１-(1)-③ 太陽光発電の高効率化 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電システムの低コスト化に直結する発電効率

の大幅な向上を目指し、結晶シリコン、薄膜シリコン、

化合物薄膜、有機材料、それぞれの太陽電池デバイス

材料の性能に関して、相対値で10%以上の効率向上の

ため、表面再結合の抑制と高度光閉じ込めにより、安

定で高性能な新材料や、それを用いた多接合デバイス

を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

1) CIGS 太陽電池セルとサブモジュールの高効率化を

図り、省資源化、代替材料技術の開発にも取り組む。 

2) 薄膜シリコンオールジャパン研究開発体制で太陽電

池の高効率化を図り、開発した技術を大面積成膜に展

開する。 

3) 新材料の開発、導入、デバイス構造の最適化により、

有機薄膜および色素増感太陽電池の変換効率向上を図

る。 

4) 新原理に基づく革新的太陽電池の原理検証などを進

める。 

5) 次世代結晶シリコン PV コンソーシアムの先行研究

をつくばで開始し、高効率薄型結晶シリコン太陽電池

の要素技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

1) 化合物太陽電池の省資源化、代替材料化を進めた。

また、CIGS 太陽電池で世界最高効率（CZTSSe では

世界最高と同等）を達成した。 

2) 二種類の薄膜シリコン太陽電池で世界最高効率を達

成し、その大面積高速製膜にも成功した。 

3) 有機薄膜太陽電池に新規逆型構造を導入し変換効率

7.1%を達成した。立体障害の大きな増感有機色素に

より10%を超える変換効率実現の指針を得た。 

4) スマートスタック技術を使った革新的太陽電池で変

換効率27%を達成した｡ 

5) 先行研究として薄型結晶シリコン太陽電池の低濃度

エミッタ技術の検討を行った。 
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１-(2) 多様な再生可能エネルギーの有効利用技術 

【第3期中期計画】 

・温暖化防止や新たなエネルギー源の確保のため、バイ

オマス資源、風力、地熱及び次世代太陽光利用等、多

様な再生可能エネルギーの利用に必要となる要素技術、

評価技術等の開発を行う。 

・具体的には、非食料バイオマス資源を原料とする燃料

製造技術、高品質化技術等の開発を行う。また、我が

国の気象条件を考慮した、安全性や信頼性に優れた風

力発電のための技術の開発を行う。地熱資源開発のた

めの評価技術、特に低温地熱資源のポテンシャル評価

技術の開発を行い、地熱発電及び地中熱利用システム

の開発普及に寄与する。さらに、多様な再生可能エネ

ルギーについての情報を収集し、必要に応じて新たな

技術の開発に着手する。 

  

１-(2)-① バイオマスからの液体燃料製造及び利用技

術の開発（Ⅰ-3-(1)-④へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・バイオ燃料製造技術の早期実用化を目指して、高効率

バイオ変換（酵素糖化、発酵）技術、熱化学変換（ガ

ス化、触媒合成）技術、及びトータルバイオマス利用

評価技術を開発する。特に、エネルギー収支2.0（産

出エネルギー／投入エネルギー）以上の高効率バイオ

燃料製造プロセスの基盤技術を開発する。 

・油脂系バイオマスの化学変換（触媒存在下の熱分解や

水素化処理及びそれらの組み合わせ処理）により、低

酸素の自動車用炭化水素系燃料（重量比酸素分0.1%
未満）を製造する第2世代バイオ燃料製造技術を開発

する。また、東アジアサミット推奨及び世界燃料憲章

提案の脂肪酸メチルエステル型バイオディーゼル燃料

（BDF）品質を満たすために、第1世代 BDF の高品

質化技術（酸化安定性10h 以上）等を開発する。同時

に、市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化を

行う。 

 

【平成25年度計画】 

・バイオエタノール製造プロセスについては、目標を達

成した。BTL プロセスについては、触媒の微細構造

の研究によって、既存の FT 合成触媒と比べて反応効

率が20%高い触媒を開発するとともに、その FT 合成

触媒で作られる炭化水素に合った水素化分解・異性化

反応触媒を開発する。また触媒の研究結果を踏まえて

BTL プロセスのシミュレーションを行い、エネルギ

ー収支2.0を達成するためのストラテジーを明らかに

する。 

【平成25年度実績】 

・バイオエタノール製造プロセスについては、すでに目

標を達成しているが、民間企業からの依頼に基づいて

前処理・糖化メカニズムをミクロレベルで解明すると

ともに、耐熱性、耐酸、耐塩性エタノール発酵酵母の

機能評価と遺伝子組換え系の開発を行った。BTL プ

ロセスについては、既存の FT 合成触媒と比べて反応

効率が60%高い触媒を開発し、この反応で得られた炭

化水素を低分子化するための水素化分解触媒も開発し

た。またエネルギー収支2.0を達成するための概略プ

ロセスを構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き、JST-JICA 事業でタイに設置されたパイロ

ットプラントによる高品質 BDF 製造実証研究の推進を

支援する。飽和モノグリセリド等のフィルター閉塞成

分の低減技術を高度化する。また、第2世代バイオ燃

料製造のため、同事業でタイに設置されたジャトロフ

ァ残渣の急速熱分解炉によるバイオオイル製造実証研

究を支援する。バイオオイル中の含酸素化合物脱酸素

用触媒の石油系基材との共処理時の活性および耐久性

向上を図る。 

【平成25年度実績】 

・ジャトロファ油から製造した高品質 BDF を混合した

軽油を用いて5万 km 実車走行試験を実施し、走行に

問題のない品質であることを実証した。BDF の部分

水素化と吸着剤処理の併用により、モノグリセリドを

94%以上除去することができた。ジャトロファ残渣の

急速熱分解パイロットプラントの試験稼働を行い、各

部の正常な作動とバイオオイルの生成を確認した。バ

イオオイル中の含酸素化合物脱酸素の活性、選択性を

検討し、触媒担体の選択により、活性低下を抑制しつ

つ、高オクタン価成分の選択性が向上することを見出

した。 

 

【平成25年度計画】 

・市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化を推進

する。平成25年度においては以下を実施する。 

1) 東アジアアセアン経済研究センター（ERIA）事業

において引き続きワーキンググループ（WG）を運営

し、実市場でのバイオディーゼル燃料品質管理に有益

なバイオディーゼル燃料流通ハンドブックの改訂を実

施する。 

2) 次世代バイオ燃料やエネルギーキャリアと成り得る

各種合成液体燃料について、実用化に向け必要な標準

化課題の調査を実施する。 

【平成25年度実績】 

・市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化の推進

に関し、以下の成果を得た。 

1) 東アジアアセアン経済研究センター（ERIA）事業

にて、最新のヨーロッパ規格と調和すべく、EAS-
ERIA Biodiesel Fuel Standard:2008（EEBS:2008）
の改訂と、これらの情報を更新したディーゼル燃料流

通バンドブックの改訂作業を実施した。 
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2) 再生可能エネルギー貯蔵・流通に関するトータルシ

ステムシナリオ検討のプロジェクトを開始し、各種エ

ネルギーキャリアに関する実用化に向けた標準化課題

の調査を開始した。 

 

１-(2)-② 風力発電の高度化と信頼性向上 

【第3期中期計画】 

・我が国の厳しい気象や風特性を反映した風特性モデル

を開発し、安全性と信頼性に優れた普遍的な風車技術

基準を IEC 国際標準として提案する。また、高度な

風洞実験やシミュレーション技術を援用することによ

り、風速のリモートセンシング技術の精度と信頼性を

向上させ、超大形風車ウィンドファームの発電量を数

パーセント以下の不確かさで評価する技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・風特性データの解析、風モデルによる風車設計への影

響評価シミュレーションを継続して実施することによ

り、説得性の高い裏付けデータを整備する。まずは平

成25年12月頃までにとりまとめられる IEC 61400-1 
Ed.4 ドラフト文書に提案内容が盛り込まれることを

目指し、IEC TC88 MT1の場に裏付けデータを提出、

提案する。LIDAR による風特性評価技術の高度化を

目指し、ナセル搭載型 LIDAR の開発とその要素技術

を活用した風車制御技術の高度化のためのフィージビ

リティスタディを実施する。 

【平成25年度実績】 

・日本の厳しい風条件を反映するように新たに開発した

風車設計のための風モデルが、風車設計に与える影響

を風車荷重シミュレーションにより詳細に評価し、

IEC 国際規格としての説得性の高い裏付けデータを

整備した。こうしたデータや成果を IEC TC88 MT1
の場に提供することにより、日本の厳しい風条件を反

映した風モデルを IEC 国際規格として採用させる目

処を得ることに成功した。LIDAR による風特性評価

技術の高度化を目指し、ナセル搭載型 LIDAR として

求められる仕様を検討し、その仕様に基づいたナセル

搭載型 LIDAR のプロトタイプ機を開発した。 

 

１-(2)-③ 地熱資源のポテンシャル評価（別表2-2-

(2)-②の一部を再掲） 

【第3期中期計画】 

・再生可能エネルギーとして重要な地熱資源の資源ポテ

ンシャルを地理情報システムによって高精度で評価し、

全国の開発候補地を系統的に抽出する。また、地熱開

発促進にむけて地熱利用と温泉保全の両立を図るため、

温泉発電技術や貯留層探査評価技術を含む地熱技術を

開発する。さらに、地中熱利用のため、平野部等の地

下温度構造及び地下水流動モデルを構築する。 

 

【平成25年度計画】 

・地熱資源ポテンシャル評価の研究においては、EGS 等

未利用地熱資源の評価を含めた評価手法改良を継続す

る。地熱開発促進にむけた地熱利用と温泉保全の両立

の研究では、温泉発電システムについて国内外の動向

調査、資料整備を行い、資源量の再評価を開始する。

また、温泉共生型地熱貯留層管理システム開発で得た

成果の他地域への展開を図る。さらに、産総研福島拠

点での地熱研究の体制を構築し、平成26年度開所の準

備を進める。 

【平成25年度実績】 

・地熱資源ポテンシャル評価の研究では、改良した容積

法により未利用地熱資源を含む全国の熱水系資源を再

評価した。地熱利用と温泉保全の両立の研究では、国

内外動向調査、新潟県での温泉発電試験に伴う温泉モ

ニタリング等により資源量を再評価した。また、温泉

共生型地熱貯留層管理システム開発で得た成果の他地

域への展開用ツールとして、温泉モニタリングデータ

を評価する地熱－温泉共生アドバンストソフトを作成

した。さらに福島研究所での地熱研究の体制を構築し、

再生可能エネルギー研究センター地熱チームを10月に

立ち上げた。 

 

【平成25年度計画】 

・山形盆地及び秋田平野で、オープン型地中熱システム

の一種の帯水層蓄熱冷暖房システムの適地指標定量化

を継続し、成果を取りまとめる。津軽平野で、クロー

ズド型地中熱システムのポテンシャル評価及び地中熱

システムの地下環境への影響評価を実施する。調査研

究の西日本への展開を図る。産総研福島拠点での地中

熱研究体制を構築し、平成26年度開所の準備を進める。

熱帯-亜熱帯地域での地中熱利用研究として、タイ国

カセサート大学に加えてチュラロンコン大学とも研究

を開始し、CCOP 地下水プロジェクトのサブプロジ

ェクトとして位置づける。 

【平成25年度実績】 

・山形盆地及び秋田平野で、帯水層蓄熱冷暖房システム

の適地指標定量化を継続し、地下水流速等を指標とし

た適地マップを取りまとめた。津軽平野でクローズド

型地中熱システムのポテンシャル評価、環境影響評価

を地下水温等の情報を基に実施した。福島研究所での

地中熱研究の体制を構築し、地中熱チームを立ち上げ

た。地圏資源環境 RI との協力の下、大阪平野におけ

る地中熱研究体制を整備した。熱帯-亜熱帯地域での

地中熱利用に関し、タイ国チュラロンコン大学とも新

たに研究を開始し、CCOP のサブプロジェクトとし

て位置づけた。 

 

１-(2)-④ 次世代型太陽光エネルギー利用技術 

【第3期中期計画】 
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・太陽光エネルギーを直接利用した水の分解により水素

を製造する、可視光応答性の光触媒や光電極による分

解プロセスの効率向上を目的とした、光電気化学反応

技術を開発する。また、人工光合成システムの経済性

や実現可能性を検証する。 

・色素増感太陽電池の高性能化と耐久性向上を目的とし

て、増感色素や半導体電極、電解質、対極、封止材、

セル構造等の改良を図る。色素増感太陽電池の早期実

用化への貢献を目指し、新規色素や半導体を30種類以

上開発し、データベース化する。 

 

【平成25年度計画】 

・多孔質半導体光電極の高性能化のために、高速スクリ

ーニング技術により新規半導体材料を探索し、その成

膜条件や薄膜界面状態等を変えて光電特性向上を検討

する。また光触媒の性能向上のために、長波長を使え

る新規半導体開発とその調製法や表面処理手法の改良、

モルフォロジ－制御等による水分解活性向上および反

応機構解明を検討する。人工光合成システムの理論効

率を試算するための反応モデルを構築し、その妥当性

検証に着手する。 

【平成25年度実績】 

・多孔質半導体光電極の高性能化に関して、高速自動ス

クリーニング技術により Fe-Bi-Ba や Cu-Nb-Bi 系等

の光電流が大きくなる特殊な組成を多数見いだした。

BiVO4半導体への複数金属（Mo や W）のドーピング

による光電流の向上効果を見いだした。また光触媒の

性能向上に関しては、表面処理工程の不純物を取り除

くことで活性が向上することを確認した。長波長

（600nm）まで利用できる鉄系光触媒でレドックス反

応が進行することを初めて見いだした。光触媒－電解

ハイブリッド人工光合成システムの理論効率等を試算

し、低コスト水素製造が可能であること確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・色素増感太陽電池の早期実用化のため、可視光だけで

なく近赤外光に感度を持ち、高性能でかつ耐久性のあ

る新規ルテニウム錯体色素を高性能色素骨格の置換基

を変化させて多数開発する。錯体色素構造と電池特性

との相関情報の集積を行うとともに、色素のデータベ

ースを拡充し、さらに錯体色素に関して分子軌道法な

どの手法を用いて電圧向上や高性能化に強く関係する

因子を特定する。 

【平成25年度実績】 

・色素増感太陽電池の高性能化に関して、近赤外光に感

度を持つ新規ルテニウム錯体色素を8種類合成した。

多座配位子を利用して耐久性のあるルテニウム錯体色

素を開発できた。錯体色素と有機色素を混合して世界

最高レベルの効率（11.1%）を達成した。色素構造と

ヨウ素電解液との相互作用が開放電圧に影響するとい

う新たな機構を分子軌道法により検証した。 

 

１-(3) 高効率なエネルギーマネジメントシステム 

【第3期中期計画】 

・自然エネルギーの導入拡大等による出力変動を吸収し

て安定した電力を供給するための技術の開発を行う。

具体的には、エネルギー貯蔵技術、パワーエレクトロ

ニクス技術、情報通信技術等を活用して、地域の電力

網における電力供給を安定させるためのエネルギーネ

ットワーク技術の開発を行う。また、高効率電力ネッ

トワークシステムに必要となる電力変換器の高効率化

と高密度化を実現する素子の開発を行うとともに、そ

の量産化、集積化及び信頼性向上に必要な技術の開発

を行う。 

  

１-(3)-① エネルギーネットワーク技術の開発（Ⅰ-2-

(2)-①へ一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・太陽電池等の再生可能エネルギー機器が高密度に導入

された住宅地域のエネルギーネットワークを設計、評

価する技術及びネットワークを効率的に運用するため

のマネジメント技術を開発する。数百戸規模の住宅に

おける実用化を目指して、数十戸規模の住宅を対象と

した研究を行う。また、電力系統の再生可能エネルギ

ー発電受入れ可能量を大幅に拡大するための負荷制御

技術等を、試作器の開発等により実証する。 

・電力計に内蔵される電力線通信機器（PLC）を開発

し、家電や太陽光発電装置等との通信、制御を実現す

ることにより、PLC によるエネルギーマネジメント

の有効性を実証する。また、発電システム効率の5%
向上を図るため、太陽光発電パネルのメンテナンス時

期と故障を検知し、パネル単位での制御を可能にする

直流用 PLC を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・住宅エネルギー需要予測を組み込んだ住宅エネルギー

需給計画モデルのプロトタイプに、エネルギー融通手

法を組み込んで拡張し、住宅エネルギーネットワーク

の統合マネジメント実験設備へ実装して実験を行い動

作を検証し、正常に動作することを確認する。太陽光

発電のパワーコンディショナについて、複数台を協調

制御する技術を開発し、実験により評価、検証する。 

【平成25年度実績】 

・住宅エネルギー需給計画モデルのプロトタイプにエネ

ルギー融通手法を組み込んで拡張を行った結果、エネ

ルギー需要予測においてサポートベクターマシンの利

用による精度向上の可能性が見いだされたため新たな

手法を開発した。パワーコンディショナのみではなく、

蓄電池やコージェネレーション等も含めた住宅の様々

なインバータを用いた無効電力調整によって配電線の
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電圧を制御する技術を開発し、実験により正常に動作

することを検証した。負荷制御技術等の実証を完了し、

制御技術の正常動作と、負荷に悪影響を与えないこと

を検証した。 

 

【平成25年度計画】 

・メガソーラー向けに、太陽電池パネルを直列接続した

ストリング単位でのモニタリングに対応するように不

具合検知アルゴリズムを改良する。この改良したアル

ゴリズムおよび平成24年度までに開発した各要素技術

（後付け型の発電モニタ通信装置子機、親機、クラウ

ドサーバ）を統合し、メガソーラー向けの太陽電池パ

ネルのモニタリングシステムを構築する。発電事業社

等と連携し、既設メガソーラーに発電モニタ通信装置

を後付けで設置し、実環境での長期間モニタリング試

験（少なくとも1年間以上）を開始する。 

【平成25年度実績】 

・太陽電池パネルを直列接続したストリング単位でのモ

ニタリング情報からパネルの不具合検知を行えるよう、

ストリング発電量の相対変動に基づく統計量を用いる

ようにアルゴリズムを改良した。その結果、疑似欠陥

を確実に検出できることを実験で確認した。また発電

事業者等と連携し、商用のメガソーラーにおいてモニ

タリングシステムを構築し、平成26年2月から1年間に

亘るモニタリング試験を開始した。また昨年度知財実

施契約を締結した、発電モニタ通信装置の技術移転先

企業において、平成25年6月より製品販売が始まった。 

 

１-(3)-② 電力変換エレクトロニクス技術の開発 

【第3期中期計画】 

・電力エネルギーの高効率利用を可能とする SiC や

GaN 等の新規半導体材料を用いた高性能パワー素子

モジュール及びそれらを用いた電力変換エレクトロニ

クス技術を開発する。具体的には、SiC、GaN 素子

の普及に必要となる低コスト大口径高品質ウェハ製造

技術、高信頼でより低損失高耐圧なパワー素子技術と

その量産化技術（50A 級素子歩留まり70%）、高機能

を実現する10素子規模の集積化技術、200～250℃の高

温実装技術や、25～30W/cm3の高出力パワー密度化技

術を統合した回路設計、製作技術を開発する。 

・省エネルギーに効果的な次世代ダイヤモンドパワーデ

バイスの実用化を目指して、結晶欠陥評価技術の高度

化により低欠陥高品質エピタキシャル膜の製造技術を

開発する。また、実用的な縦型構造を有し、低損失か

つ冷却フリ－で250℃において動作するパワーダイオ

ードを開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き SiC、GaN 等の高性能パワー素子と、その

電力変換器応用技術の開発を進める。 

1) 溶液法による1cm 厚以上の SiC 結晶を安定的に得

た上で、結晶特性を評価する。加工一貫工程の6イン

チ化に着手する。 

2) 耐圧3kV 超で15mΩcm2の SiC-MOSFET、13kV-

20A 級の SiC-IGBT を実現する。 

3) SiC、GaN パワー素子の高速スイッチング化を進

める。 

4) 接合温度225℃以上の SiC パワー素子近傍に受動素

子を配置する1.2kV-50A 級モジュールに必要な接合

技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・SiC、GaN 等の高性能パワー素子と、その電力変換

器応用技術の開発を進めた。 

1) 溶液法により1cm 厚の SiC 単結晶を得た。6インチ

SiC バルク結晶の切断加工時間を従来の1/4に短縮し

た。 

2) 3.3kV 耐圧で14.7mΩ･ cm2の SiC-MOSFET、

16.5kV-30A の SiC-IGBT を実現した。 

3) SiC-JFET で15V/ns 級、GaN-HEMT で2V/ns 級の

高速スイッチングを実現した。 

4) 接合温度225℃以上で動作する1.2kV-50A 級 SiC パ

ワーモジュールで70W/cm3の出力パワー密度を達成

するとともに、より高密度化が可能な両面接合技術を

開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・複合欠陥がデバイス逆方向特性に及ぼす影響を定量的

に解析する。またドリフト層のエピタキシャル成長に

及ぼす諸プロセスの影響を解析し、低欠陥エピタキシ

ャル成長の方針を探る。 

【平成25年度実績】 

・逆方向電圧1kV 以上の耐電圧デバイスには45°複合

欠陥はデバイスに致命的なキラー欠陥であることをデ

バイス実証した。また大きな影響を有する表面起因の

欠陥に関して、UV アシスト研磨により、動作層とな

るドリフト層エピ欠陥増加は抑制されることを示した。 

 

２．省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・省エネルギーによる温室効果ガス削減は、再生可能エ

ネルギー導入に比べて、直接的かつ早期の効果が期待

されている。運輸部門での省エネルギーのため、自動

車等輸送機器の効率向上のための技術及び中心市街地

での搭乗移動や物流搬送等を動的に行うための技術の

開発を行う。また、民生部門での省エネルギーのため、

戸建て住宅等のエネルギーを効率的に運用するマネジ

メントシステムの開発とともに、高性能蓄電デバイス、

燃料電池、省エネルギー部材の開発を行う。さらに、

将来のエネルギー消費増加の要因になることが懸念さ

れる情報通信にかかわる省エネルギーのため、電子デ
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バイス、集積回路、ディスプレイ、入出力機器、光ネ

ットワークの高機能化と省エネルギー技術の開発を行

う。 

  

2-(1) 運輸システムの省エネルギー技術 

【第3期中期計画】 

・運輸部門での省エネルギーによる温室効果ガス削減に

貢献するため、次世代自動車等輸送機器のエネルギー

貯蔵、高効率化技術や新たな運輸システム技術の開発

を行う。具体的には、次世代自動車用蓄電デバイスの

高性能化、低コスト化につながる材料の開発を行う。

燃料電池自動車用に、燃料電池の低コスト化、耐久性

の向上に必要な先端的部材の開発と反応解析、信頼性

試験等の技術開発を行うとともに、安全な高圧水素貯

蔵システムの開発を行う。輸送機器の軽量化のための

軽量合金の高性能部材化に向けた総合的な技術開発、

低燃費と同時に排気ガス規制を満たす自動車のエンジ

ンシステム高度化技術の開発を行う。上記の輸送機器

の効率向上に加えて、運輸システム全体の省エネルギ

ー化のため、情報通信機器を用いた市街地移動システ

ムに関する技術の開発を行う。 

  

２-(1)-① 次世代自動車用高エネルギー密度蓄電デバ

イスの開発 （Ⅳ-１-(1)-④へ一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・電気自動車やプラグインハイブリッド自動車等の次世

代自動車普及の鍵となる蓄電池について、安全と低コ

ストを兼ね備えた高エネルギー密度電池（単電池で

250Wh/kg 以上）の設計可能な電池機能材料（正極材

料、負極材料等）を開発する。また、革新型蓄電池系

（空気電池等）の実用可能性を見極めるための性能評

価を行う。さらに、未確立である蓄電池の寿命検知と

診断解析技術の確立を目指し、電池の寿命に最も影響

を及ぼす電池材料の劣化因子を確定する。 

・新規の蓄電池構成材料の開発を加速するため、材料を

共通的に評価、解析する技術を開発する。 

・エネルギー密度500Wh/kg 以上の革新型蓄電池の開発

を目指し、ハイブリット電解質を利用した二次電池の

固体電解質の耐久性を向上させる。さらに、安全性に

優れた準固体型及び全固体型のリチウム－空気電池を

開発し、単セルでの動作を実証する。 

 

【平成25年度計画】 

・酸化物正極については、組成比及び価数の最適化を進

め、実電池組込時の容量損の低減のため初期充放電効

率を80%以上に高めることを目指す。シリコン系負極

については、300サイクル後の容量維持率を80%まで

向上させると共に、釘刺し等でも発火しない電池を実

現する。硫黄系正極については、充電開始が可能で、

2.0電子反応以上の容量をもつ含硫黄材料の作製を目

指す。金属負極については、主に形態制御と充放電効

率向上に重要なパラメータの解明を行う。空気電池の

二次電池化を目指し、空気極触媒と耐酸化性導電性担

体との複合化により、高耐久性の可逆空気極を開発す

る。 

【平成25年度実績】 

・酸化物正極については、Li 過剰系において250mAh/g
の高容量で効率89%を達成した。シリコン系負極は、

組成制御と新開発のバインダ及び箔により、300サイ

クル後の容量維持率80%への向上と、試作電池におい

て釘刺し試験等でも発火しない極めて高い安全性を実

証した。硫黄系正極については、充電開始可能で2.2

電子反応容量の材料を開発した。金属 Li 負極につい

ては、析出核発生密度を増大させ、副反応のない範囲

での電流密度増大により樹枝状成長抑制効果を見出し

た。ペロブスカイト型酸化物と Sb ドープ Sn 酸化物

との複合化により、高耐久性の可逆空気極触媒を開発

した。 

 

【平成25年度計画】 

・電気自動車用単セルについて進めている性能評価試験

を継続することでデータの蓄積を図る。電池の残存性

能評価手法について検討を継続し、有効な手法を提案

する。電気自動車やプラグインハイブリッド自動車に

おける電池材料の劣化因子を検討するため、小容量モ

デルセルについて進めている劣化挙動の定量的な解析

のさらなる精度向上を進めるとともに、劣化メカニズ

ムについての提案を行う。 

【平成25年度実績】 

・電気自動車用単セルについて各種試験条件を変えた試

験を進めることで、劣化に影響を及ぼす因子について

検討した。その結果、温度、充電状態、放電深度等の

試験パラメーターの中で、温度の影響が最も大きく、

サイクル試験により容量低下が加速されることが明ら

かになった。小容量モデルセルの結果と比較検討した

ところ、容量の劣化メカニズムとしては、サイクルに

伴う正負極の容量バランスの崩れが主要因であること、

ルート則等を適用することで単セルの電池残存性能評

価が可能であることが確認できた。 

 

【平成25年度計画】 

・評価基準書最終版作成に向けて、小形、標準、及び、

大形ラミネート型セルの大きさとその電池特性との相

関性を把握し、少量サンプルでの簡易評価法の検討や

過充電等の安全性評価法の検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・コインセル、小形、標準、及び、大形ラミネート型セ

ルでの電池特性（充放電特性）データの取得とその解

析結果から相関性が把握でき、少量サンプルの評価が

可能となることが分かった。また、主として過充電、
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過熱に関する安全性評価法を検討し、その手順を取り

まとめた。これまでに構築した世界的シェアを有する

国内複数企業を中心とした拠点において、取りまとめ

られた評価手法、手順などを全参画者と共有し、評価

基準書最終版作成に向けた準備を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・高エネルギー密度二次電池（単電池で250Wh/kg 以

上）に必要となる安定な大容量電極材料の開発を継続

して行う。また、革新型蓄電池の開発においては、エ

ネルギー密度で500Wh/kg を実現するため、様々な技

術を用いて、リチウム-空気電池など革新型蓄電デバ

イスの開発と共に、新規リチウム－空気電池に使える

安価な新型触媒の開発、全固体型リチウム－空気電池

の構築などを引き続き検討する。 

【平成25年度実績】 

・高エネルギー密度二次電池の設計が可能な固溶系正極

材料 Li（NiCoMn）O2-Li2OMn3において、高分解

能電子顕微鏡観察により超格子に類似した二相構造の

存在を発見した。固体電解質膜-ゲル複合電解質と一

体化した空気極を用いた有機電解液型リチウム-空気

電池において、空気中で長時間安定な充放電を実現し

た。空気極中の炭素表面に RuO2触媒をコーティング

することより、全固体型リチウム-空気電池の充電過

電圧を大幅に低減させ、エネルギー変更効率を向上さ

せた。 

 

２-(1)-② 燃料電池自動車用水素貯蔵技術の開発 

【第3期中期計画】 

・水素貯蔵材料の開発を目的として、構造解析技術、特

に水素吸蔵状態を「その場観察」できる手法（「その

場」X 線・中性子回折、陽電子消滅、核磁気共鳴等）

を開発する。この技術を用いて、材料の水素貯蔵特性

と反応機構を解明し、得られた知見から、高い貯蔵密

度（重量比5%、50g/リットル）と優れた繰り返し特

性を有する材料の設計技術を開発する。 

・安全な高圧水素利用システムを開発するため、水素材

料強度データベース及び水素破面と組織データベース

を構築する。また、燃料電池車や水素ステーションの

高圧水素容器開発指針、水素輸送技術開発指針を関連

業界に提案し、評価設計手法、及び実証実験手法を開

発する。さらに、水素関連機器の開発促進と安全性向

上に寄与するために、水素と高分子材料の関係や水素

とトライボロジーの関係を解明するとともに、その利

用普及を進めるため、水素基礎物性データベースを構

築する。 

 

【平成25年度計画】 

・V 系材料に関し、合金組成と作製条件の異なる材料に

ついて中性子回折実験、放射光 X 線等の実験を進め、

繰り返し特性の向上に関わる因子を明らかにする。

Mg 系材料では、低温熱源が利用可能な新規材料を探

索するため、中性子実験および核磁気共鳴測定の結果

から材料中の水素の位置および存在状態を解析し、低

温作動に必要な構造的条件を検討する。 

【平成25年度実績】 

・V 系材料に関し、合金組成の異なる材料について、中

性子、放射光 X 線等の実験を進め、組成によらず、

吸蔵放出の繰り返しによる劣化時には格子欠陥の蓄積

がみられることを確認した。高い水素貯蔵密度（重量

比5%、50g/リットル）を達成した Mg 系材料におい

て、低温作動に必要な構造的条件を検討するため水素

の存在状態の解析を進めた結果、ナノメートルサイズ

の Mg 基組織がバルク状 Mg に比べ同じ温度で高い吸

蔵圧力を示すことが判り、作動温度を低下できる可能

性を見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・安全で経済的な水素関連機器を実現するため、材料の

物性に与える水素の影響について解明を進める。特に、

水素ステーション用鋼種拡大のため、高圧水素環境下

でき裂進展試験などの遅れ破壊特性等を評価し、材料

評価方法の国際標準化のための基礎データを蓄積する。

さらに、走査型プローブ顕微鏡等を用いて、微小領域

での初期き裂発生状況を観察し、水素脆化メカニズム

の解明を進める。また、事故事例の解析を進め、リス

ク評価のための知見を蓄積する。併せて、高圧水素ガ

ス中材料試験装置群を活用した企業との共同研究によ

る外部予算の獲得を目指す。 

【平成25年度実績】 

・115MPa までの高圧水素中で Cr-Mo 鋼のき裂進展開

始試験を実施し、破壊靭性値データを収集した。また

サンディア国立研究所と共同で、同一試験片を用いた

高圧水素中破壊靭性試験結果の相互比較を世界で初め

て実施した。ステンレス系材料の水素脆化破面のき裂

生成・成長過程を走査型プローブ顕微鏡で観察し、オ

ーステナイト相と歪み誘起マルテンサイト相の界面か

ら、き裂が生成することを明らかにした。さらに九州

大学と、リスク評価のための事故事例の解析を進める

とともに、NEDO 水素利用技術研究開発事業を受託

した。 

 

２-(1)-③ 軽量合金による輸送機器の軽量化技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・省エネルギーに有効な輸送機器の軽量化を可能にする

ため、マグネシウム等の軽量合金の特性向上を図ると

ともに、金属材料の耐食性試験（JISZ2371）を基に

規定される塩水噴霧／高温乾燥／高温湿潤の複合サイ

クル試験において300時間以上耐久可能な低コスト表
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面処理技術を開発する。また、強度と剛性を低下させ

ずに常温プレス加工性を改善し、高い比強度（引っ張

り強さ／比重：160MPa 以上）とアルミニウム合金並

みの成形性を示すマグネシウム合金圧延材を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・Mg 合金連続鋳造の安定化に向け、精密な温度制御と

更なる組織微細化・均質化に向けた撹拌条件の最適化

を行う。開発した高品質 Al 合金スラリーでセミソリ

ッド成形を行い、熱処理の適用性を調べる。Mg 合金

の鍛造成形では、組織微細化による二次加工温度低温

化（150℃）を検討する。Mg 合金圧延材では室温成

形性の改善のため、高い比強度160MPa 以上と Al 合

金並みの成形性（室温エリクセン値8.0以上）を付与

する。表面処理ではこれまでの塩水噴射試験結果を解

析し、膜厚および防錆剤添加量の最適化を図る。 

【平成25年度実績】 

・鋳造過程における精密な温度制御と電磁撹拌条件の最

適化により、Mg 合金鋳物の平均結晶粒径を3分の1以

下に微細化できた。Al 合金のセミソリッド成形では、

成形体中の含有ガス量を熱処理可能な10.0ml/100gAl
以下にできた。Mg 合金の組織微細化により150℃で

も鍛造加工ができた。高温圧延法により160MPa の比

強度と8.0の室温エリクセン値を有する Mg 合金圧延

材を作製した。開発した防錆剤混入透明層状皮膜を

Mg 合金へ適用し、塩水浸漬で未処理材の20倍以上の

耐食性を実現した。 

 

２-(1)-④ 自動車エンジンシステムの高度化技術 

【第3期中期計画】 

・新たな排出ガス規制値を満たしつつ、燃費の向上を目

指し、新燃料と駆動システムの最適化、燃焼制御技術

の向上、排出ガス浄化技術の高度化により、超低環境

負荷ディーゼルエンジンシステム、及びこれらを評価

する計測技術を開発する。また、低品質燃料から低硫

黄・低芳香族燃料（硫黄分1～2ppm 未満）や高 H/C
（水素／炭素原子比）の高品質燃料を製造する技術等

を開発し、市場導入に必要な燃料品質等の評価を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・超低環境負荷ディーゼルエンジンシステム及びこれら

を評価する計測技術に関して、ディーゼルパティキュ

レートフィルター（DPF）に使用する触媒の性能向

上、窒素酸化物処理触媒に関し経年劣化を解決するた

めの研究、DPF 内 PM 蓄積量の評価法の研究開発を

行う。また、数値解析と実験により、これまでの成果

を取り入れた仮想的なエンジンシステムについて、排

出ガス浄化および燃費向上効果を総合評価する。一方、

燃料品質の向上、評価については DME 燃料について、

前年度に作成した原案を基に国内外標準化の実作業を

推進する。 

【平成25年度実績】 

・複雑な表面構造を持つ DPF に高活性な酸化触媒をコ

ーティングする方法、および有機物を利用した貴金属

活性種の担持状態を制御し、経年劣化に強い窒素酸化

物酸化触媒を量産する方法を見出した。超音波を用い

た DPF 内の PM 蓄積量評価法について、これまで実

施できなかった高負荷運転下においても蓄積量推定が

可能なことを確認した。X 線による燃料噴霧の詳細解

析等を実施し、総合評価に必要なエンジンシステムの

シミュレーション精度を向上させた。自動車用 DME
燃料品質に関して、原案を基に主要国とのコンセンサ

ス形成を推進した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、廃食用油や泥状トラップグリ

ースなどの低品質廃油脂類の脱酸素技術の検討におい

て、触媒改良により石油系基材との共処理におけるさ

らなる脱硫活性の低下抑制および水素消費量低減を目

指す。また、脱酸素により得られる高 H/C の高品質

炭化水素のセタン価適正化のための選択的異性化（分

解抑制）技術およびジェット燃料留分が最大となる選

択的分解技術について、触媒の高性能化を行う。 

【平成25年度実績】 

・廃油脂混合軽油の水素化処理における水素消費量低減

の指針を明らかにするとともに、10重量%廃食用油混

合軽油の水素化脱酸素において、脱酸素触媒の最適化

により、脱硫活性を維持しつつ、水素消費量を38%低

減できる触媒を開発した。高 H/C の直鎖パラフィン

を主成分とする廃食用油脱酸素油の選択的異性化にお

いて、分解を抑制してイソパラフィン選択率を向上さ

せる触媒を開発した。また、酸触媒の最適化により、

炭素数7～12のジェット燃料留分が選択的に得られる

分解触媒を開発した。 

 

２-(1)-⑤ 市街地移動システム技術の開発 

【第3期中期計画】 

・低炭素社会実現に貢献する都市計画の1つであるコン

パクトシティ構想に貢献するための技術として、中心

市街地での搭乗移動や物流搬送等を自律的に行うため

の研究開発を行う。具体的には、パーソナルモビリテ

ィによる市街地における長距離自律走行（3km 以

上）と協調に基づく高効率化、施設等で試験運用可能

なレベルの自律・協調搬送システム、高効率な搬送経

路計画のための市街地等広範囲環境情報取得技術を開

発する。 

 

【平成25年度計画】 

・自律走行車いす等を対象に以下の研究開発を行う。 

1) 3次元環境データと GPS を統合した自律走行技術
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を開発し、つくば駅－産総研間の約2.5km の市街地

自律移動を実現する。 

2) 複数の移動体による環境データの取得と活用による

経路計画と協調技術を開発し、実環境のデータを利用

した安全で効率的な経路選択と協調走行を実現する。 

3) 高速無線通信を利用することにより、つくば駅－産

総研間の遊歩道周辺の形状データと画像情報を融合し

た3次元環境をクラウド上に構築する。 

【平成25年度実績】 

・自律走行車いす等を対象に以下の研究開発を実施した。 

1) つくば駅－産総研間の遊歩道上において、GPS 情

報で補正した3次元環境ベースの自己位置推定技術に

より、2.5km の車いす自律走行を実現した。 

2) AR（拡張現実）技術による移動体と協調した効率

的な経路選択が可能なインターフェースを開発した。

また、車いす型などの連結型モビリティを開発し、協

調走行の一つの実施例として実現した。 

3) サーバ上に構築した分散ファイルシステムのデータ

ベース化検証を行い、高速公衆回線経由で市街地3次

元環境データを蓄積した。 

  

２-(2) 住宅、ビル、工場の省エネルギー技術 

【第3期中期計画】 

・民生部門での温室効果ガス削減に貢献するため、住宅、

ビル、工場等での省エネルギー技術の開発を行う。具

体的には、戸建て住宅等におけるエネルギーの負荷平

準化に不可欠なエネルギーマネジメントシステム、蓄

電デバイスである二次電池及びキャパシタの高エネル

ギー密度化技術の開発を行う。また、定置用燃料電池

の耐久性と信頼性の向上に資する基盤技術と、燃料多

様化、高効率・低コスト化のための新規材料、評価技

術の開発を行う。未利用熱エネルギーの有効利用のた

め、熱電発電システムの発電効率、信頼性の向上や長

寿命化のための材料技術の開発を行うとともに、材料

及び発電モジュールの評価方法や寿命予測手法の開発

を行う。加えて、省エネルギーと快適性の両立を目的

とした調光窓材、外壁材等の建築部材及び家電部材の

開発を行う。 

  

２-(2)-① エネルギーマネジメントシステムのための

技術開発（Ⅰ-１-(3)-①を一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・戸建て住宅に関して二酸化炭素削減率20%の達成を目

標として、戸別・集合住宅又はビル・地域単位でのエ

ネルギーを効率的に運用するためのエネルギーマネジ

メント技術を開発する。重要な要素技術として、負荷

平準化に不可欠な高エネルギー密度化を可能とする蓄

電デバイス（二次電池で250Wh/kg、キャパシタで

18Wh/kg）を開発する。また、電力マネジメントに必

須の電力変換器について、高密度化、耐高温化のため

のダイヤモンド半導体等新材料を含む電力変換デバイ

スを開発する。 

・電力計に内蔵される電力線通信機器（PLC）を開発

し、家電や太陽光発電装置等との通信、制御を実現す

ることにより、PLC によるエネルギーマネジメント

の有効性を実証する。また、発電システム効率の5%
向上を図るため、太陽光発電パネルのメンテナンス時

期と故障を検知し、パネル単位での制御を可能にする

直流用 PLC を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・柱上変圧器下流の複数住宅を対象とする、太陽光発電、

太陽熱温水器、ヒートポンプ、蓄電デバイス等から構

成される住宅エネルギーネットワークの統合マネジメ

ント実験を引き続き実施する。年間を通じて実験を行

い、各季節での省エネルギー効果の検証を行う。複数

住戸に分散設置された蓄電デバイスの制御手法の開発

に取り組み、システム全体の早期社会導入を目指して、

需要家の経済性についても評価する。 

【平成25年度実績】 

・柱上変圧器下流の複数住宅を対象とする、太陽光発電、

太陽熱温水器、ヒートポンプ、蓄電デバイス等から構

成される住宅エネルギーネットワークの統合マネジメ

ント実験として、温水融通実験により秋期と冬期にお

ける省エネルギー効果の評価に着手した。複数住戸に

分散設置された蓄電デバイスの制御手法の開発のため

の実験設備を整備した。蓄電デバイスの運用アルゴリ

ズムへの蓄電池の充放電による劣化コストを考慮した

経済性のモデルを構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・優れた性能を示した材料を正負極に用いてハイブリッ

ドキャパシタを作成し、エネルギー密度が最大になる

セル構成（組み合わせ）を決定することで、期末目標

の18Wh/kg 達成を確実なものにする。また、高速充

放電特性を向上するために最適な細孔構造を明らかに

する。 

【平成25年度実績】 

・MgO 鋳型メソポーラスカーボン（MgO-MPC）を調

製し、熱処理条件と細孔構造を対応づけ、さらにキャ

パシタ特性と関連づけた。うち、非常に高いエネルギ

ー密度を示した約3nm のメソ孔を有する MgO-MPC
について、高速充放電下での電解液イオンの挙動を解

析し、レート特性に優れたキャパシタ電極の開発指針

を得た。高エネルギー密度ハイブリッドキャパシタと

して18Wh/kg 達成が確実と見込まれる有力な正極・

負極の組み合わせを決定した。二次電池に関し、炭素

微小球の負極特性を評価し、高エネルギー密度デバイ

ス開発への見通しを得た。 
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【平成25年度計画】 

・ダイヤモンドの持つ高い絶縁耐圧を実証すると共にそ

の優れた特性を利用した高耐圧用パワーデバイスの開

発を行う。ダイヤモンドバイポーラトランジスタの信

頼性研究を行う。GaN 系材料では特徴である分極特

性を利用したパワーデバイスの開発,および GaN パ

ワーデバイスの信頼性、集積化技術の研究を進める。

電力変換器の信頼性に関して、特に高パワー密度設計

を行った結果についての実証、およびより高パワー密

度化、汎用化を進めるための要素技術開発を進める。 

【平成25年度実績】 

・ダイヤモンドのみが行える超高耐圧パワーデバイスで

ある真空パワースイッチの開発を進め、複数デバイス

の並列動作に成功し、電流密度増加の指針を取得し、

高耐圧用ダイオードの安定性を確認した。トランジス

タ動作実証も行い、ダイヤモンド電力変換素子の可能

性を確認した。GaN 系材料では、パワーデバイスの

信頼性、集積化技術に関る研究に着手し、n 型および

p 型トランジスタの同一基板上集積動作実証を行った。

大電力変換器に関して、高パワー密度化を進め、高周

波リンクトランス方式による1MVA10kHz 大電力変

換器の動作実証を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・メガソーラー向けに、太陽電池パネルを直列接続した

ストリング単位でのモニタリングに対応するように不

具合検知アルゴリズムを改良する。この改良したアル

ゴリズムおよび平成24年度までに開発した各要素技術

（後付け型の発電モニタ通信装置子機、親機、クラウ

ドサーバ）を統合し、メガソーラー向けの太陽電池パ

ネルのモニタリングシステムを構築する。発電事業社

等と連携し、既設メガソーラーに発電モニタ通信装置

を後付けで設置し、実環境での長期間モニタリング試

験（少なくとも1年間以上）を開始する。 

【平成25年度実績】 

・太陽電池パネルを直列接続したストリング単位でのモ

ニタリング情報からパネルの不具合検知を行えるよう、

ストリング発電量の相対変動に基づく統計量を用いる

ようにアルゴリズムを改良した。その結果、疑似欠陥

を確実に検出できることを実験で確認した。また発電

事業者等と連携し、商用のメガソーラーにおいてモニ

タリングシステムを構築し、平成26年2月から1年間に

亘るモニタリング試験を開始した。また昨年度知財実

施契約を締結した、発電モニタ通信装置の技術移転先

企業において、平成25年6月より製品販売が始まった。 

 

２-(2)-② 燃料電池による高効率エネルギー利用技術

の開発 

【第3期中期計画】 

・固体酸化物形燃料電池（SOFC）の高耐久性、高信頼

性（電圧劣化率10%/40,000h、250回のサイクル）に

資するため、ppm レベルの不純物による劣化現象及

び機構を解明し、その対策技術を開発する。また、燃

料多様化、高効率・低コスト化のための新規材料、評

価技術を開発する。 

・50%を超える発電効率を目指し、90%以上まで燃料利

用率を向上させる技術、排熱有効利用技術等の要素技

術を開発する。また、SOFC システムからの二酸化

炭素回収システムと SOFC を組み合わせたゼロエミ

ッションシステムの性能を評価する。 

・家庭用燃料電池コージェネレーションの普及のために

固体高分子形燃料電池の大幅な低コスト化と高耐久化

の両立を目指し、白金使用量を1/10に低減できる電極

材料技術を開発する。さらに、アルコールを燃料とす

るダイレクト燃料電池へ展開できる材料系を開発する。 

・大きな熱需要が見込まれる建物を対象として、高効率

な水素製造技術、貯蔵技術、供給技術、燃料電池等か

らなるシステムを開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・分散型 SOFC システムの高効率化に寄与するアノー

ド排ガスリサイクル技術について、シミュレーション

モデルの精緻化を実施する。具体的にはセルスタック

部分の詳細モデルを構築し、セルスタック部分の温度

分布、燃料供給分布等に関わる情報とシステム性能の

相関分析を行う。また熱回収発電部分についても熱発

電部分のモデルを精緻化し、有限要素法の3次元モデ

ルを使用した最適化を検討し、SOFC システムのさ

らなる高効率化の手法探索を行う。エネルギーキャリ

ア合成のための SOEC の基盤研究を実施する。 

【平成25年度実績】 

・アノード排ガスリサイクル条件下での発電実験結果か

らシミュレーションを高精度化（1%以下）した。ま

た、円盤形セルについてスタック積層方向の温度分布

に起因する燃料供給分布と燃料利用率の関係などを明

らかにした。さらに SOFC システム中に熱電素子を

設置した場合の効果を有限要素法の3次元モデルによ

り計算し、3%程度の効率向上が期待できることを明

らかにした。エネルギーキャリア合成のために水と炭

酸ガスを電解して合成ガスを発生できる SOEC の試

作に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・SOFC スタック劣化率10%/40,000h 以下を確実に達

成するため、複数の開発会社で耐久試験された

SOFC セルスタックの劣化要因、劣化メカニズムを

解明する。さらに、劣化率10%/90,000h 達成のため、

迅速劣化評価手法を検討する。SOFC 性能向上、エ

ネルギーキャリアのための基盤技術開発に着手する。 

【平成25年度実績】 
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・SOFC 開発会社4社のセルスタックの劣化要因、電解

質の伝導度低下などを解明し、劣化率10%/40,000h
以下、250回のサイクル耐久性を達成した。上記4社の

うち3社を含む6社のセルスタックについて、劣化率

10%/90,000h 達成へ向け、耐久性迅速評価手法に関

する取組方法を決定し、解体分析等を開始した。

SOFC 性能向上のため、石炭ガス化ガス燃料中不純

物による劣化機構を明らかにした。エネルギーキャリ

アの基盤研究のため、高加湿条件での試験装置を整備

した。 

 

【平成25年度計画】 

・高電位サイクルによる特性劣化を市販 Pt/C 触媒に比

べ半減可能な Pt 担持チタン酸化物系触媒を開発する。

錯体を複合化した PtRu 系触媒について、高濃度 CO
（500ppm）による電圧低下が従来の開発触媒と比べ

て10%以上低減された耐 CO アノード触媒を開発する。

平成24年度に開発したアルコール酸化触媒およびヒド

ラジン誘導体酸化触媒を上回る活性を持つ錯体系触媒

を開発する。 

【平成25年度実績】 

・高電位による特性劣化を市販 Pt/C 触媒に比べ約

1/6(出力約6倍)に抑制可能な Pt 担持チタン酸化物触

媒を開発した。錯体触媒と PtRu 触媒との新たな複合

化法を用いて、高濃度 CO（500ppm）下での電圧低

下が従来の開発触媒と比べて15%以上低減された耐

CO アノード触媒を開発した。配位子構造を改良する

ことにより、昨年度開発触媒を上回る150mA/cm2

（可逆水素電極基準0.6V）以上の酸化電流を示すヒ

ドラジン誘導体酸化触媒を開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・統合型水素利用システムの水素貯蔵装置に関しては10

気圧以下で運転が可能な横置型水素吸蔵合金タンクの

性能評価を行うと共に、音波を使った液体水素液量計

測実験を実施する。可逆セルの開発では運転中の水分

管理高度化のためガス拡散層の多層化とその効果の検

証を行う。また、再生可能エネルギー研究開発拠点で

の実証実験で使用する水素貯蔵材料選定に必要な各種

試験を実施すると共に、全体運用のための数値計算を

行うと共に制御装置を製作する。 

【平成25年度実績】 

・10気圧以下で運転可能な横置型水素吸蔵合金タンクの

性能評価を行い連続運転での合金反応熱回収率72%以

上を確認した。液体水素液量計測ではヘルムホルツ共

鳴法を用いた計測実験を実施した。可逆セルについて

ガス拡散層の多層化効果および撥水剤添加方法につい

て検討を行った。抵抗上昇を抑える多層化方法を特定

すると共に、撥水剤添加工程に真空乾燥を採用するこ

とで発電性能が向上することを発見した。再生可能エ

ネルギー研究開発拠点での実証実験準備では各種試験、

解析等を実施し水素貯蔵材料の選定、制御装置の仕様

を決定した。 

 

２-(2)-③ 未利用熱エネルギーの高度利用技術の開発 

【第3期中期計画】 

・熱電発電システムの経済性の改善に資する発電効率向

上や高耐久、長寿命化のための材料技術を開発する。

例えば、発電効率13%以上の実現に必要な要素技術を

開発するとともに、材料及び発電モジュールの評価方

法や寿命予測手法を開発する。 

・未利用熱から80～200℃の高温水や蒸気を成績係数

（COP）3以上の効率で生成し、需要に適応した供給

を可能とするシステムを目指し、作動媒体の圧縮作用

と吸収作用を併用するヒートポンプ技術やカプセル型

の潜熱蓄熱及び熱輸送技術を開発する。また、常温近

傍で COP5以上の冷暖房及び給湯を可能とする直膨式

の地中熱交換の基盤技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

1) 熱電発電ユニットについては、実用化を目指したプ

ロトタイプを開発し、産業分野や自然エネルギー分野

における未利用熱を想定した発電実証を実施する。 

2) モジュールの長期耐久性試験を実施し、データ収集

を続ける。得られたデータを利用して、劣化や破損に

至るモードの解析を実施する。 

3 )熱電材料の高性能化については、既に開発した材料

の中からモジュールの発電効率13%を実現する系を選

定し、モジュール試作と発電試験を実施する。同時に

各材料に求められる課題を抽出し、高性能化のための

手法を確立する。 

【平成25年度実績】 

・プラスチックの採用による大幅な軽量化と高い熱伝達

性を兼ね備えた熱電発電ユニットの試作機を開発し、

発電試験を実施した結果、95℃の温水利用において

14W/L の高い比出力を得た。また熱電モジュールの

長期耐久性試験を実施し、使用されている素子の長さ

とモジュールの寿命の間に一定の関係があることを見

出した。高効率モジュールの試作では材料選定と組成

調整を進めた結果、P 型では新しく、銅系の硫化物が

発電用の候補材料となることを発見した。また発電効

率13%の実現に資する鉛系高性能熱電材料の粉体合成

に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・高温ヒートポンプでは、混合媒体利用で伝熱性能が低

下して熱交換器が大型化することを抑制し、現実的な

設備規模で COP3以上を実現するために、低沸点物質

である主作動媒体の、高沸点物質である吸収剤への溶

解および吸収剤からの放出を促進させる方法について
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実験を試みる。また、融点調整によって蓄熱適用対象

を拡大するために、100～200℃の混合物相変化材料の

探索を行う。さらに、地中熱交換器内の冷媒圧力損失

の計算精度を高め、地上熱交換器、配管を含むヒート

ポンプ全体への冷媒圧力損失の影響評価、最適化を検

討する。 

【平成25年度実績】 

・高温ヒートポンプの熱交換器における主作動媒体の吸

収剤への溶解および放出を促進させる方法の一つとし

て、脈動流を用いた検討を行った。作動媒体を水で模

擬し脈動流が熱伝達率に及ぼす影響を調べ、熱伝達率

向上を確認した。また、糖アルコールを主成分とする

物質の混合による熱物性変化を調べ、融点調整の効果

と融解熱等への影響を明らかにした。さらに、冷媒圧

力損失の計算精度を向上させ、ヒートポンプ全体への

影響を定量的に評価できるようにした。 

 

２-(2)-④ 省エネルギー型建築部材及び家電部材の開

発 

【第3期中期計画】 

・省エネルギーと快適性の両立を目的とした建築部材を

開発する。具体的には、調光窓材、木質材料、調湿材

料、外壁材等の機能向上を図るとともに、実使用環境

での省エネルギー性能評価デ－タを蓄積する。調湿材

料については、相対湿度60%前後での吸放湿挙動に優

れた材料を内装建材に応用する技術、調光窓材につい

ては、透明／鏡状態のスイッチングに対する耐久性を

10,000回以上（1日当たりの透明／鏡状態のスイッチ

ングを1回とした場合、20年以上に相当）にする技術

を開発する。 

・照明の省エネルギー化による希土類蛍光ランプの需要

増に対応し、Tb（テルビウム）、Eu（ユウロピウ

ム）の使用量を40%低減するため、ランプの光利用効

率を30%向上させるガラス部材や蛍光体の使用量を

10%低減できる3波長蛍光体の分離、再利用技術を開

発する。 

 

【平成25年度計画】 

・調光ミラーについて高耐久性と大変化幅の同時実現を

めざし、変化のメカニズム解明と応用に向けた研究を

継続するとともに、新型調光材料の基礎研究を実施す

る。木質材料については、長尺モノの成形法について

の研究を進め、リサイクル性の向上に取り組む。調湿

材料についてはハスクレイを使った内装材の性能向上

を図り、その冷暖房負荷に与える効果を検証する。保

水セラミックスについては、引き続き性能向上を目指

すとともに、原材料の多様化を図る。外部との共同研

究も含めた各種建材について、環境調和型建材実験棟

での評価を進める。 

【平成25年度実績】 

・実用時に高い耐久性と変化幅を示すガスクロミック調

光ミラー方式を開発した。光学的異方性を利用し、温

度で透過率の変化する白濁化ガラスの研究を進めた。

木質材料では、長尺モノの成形法について、押出し比

36、速度毎分20cm/分の条件で金型に頼らない成形技

術の可能性を確認した。また、熱可塑成形を可能とし、

複数回の再成形を実証した。調湿材料については、高

い調湿能力を持つ塗り壁材を得た。保水セラミックス

では、有機系添加剤の耐凍害性効果を向上した。環境

調和型建材実験棟では、共同研究4件を含めた評価を

継続した。 

 

【平成25年度計画】 

・現在までに開発されたガラス材料を用いて40%以上、

希土類の使用を低減する方法を提示する。工場内での

廃蛍光体に加えて、ガラス等の不純物の多い低品質の

市中回収蛍光体を分離する技術を開発する。また、そ

れに適した連続分離装置を設計する。LED 用蛍光体

をシリカに内包することで Eu（ユーロピウム）の使

用量を6mol%以下に低減した量子効率0.5以上の材料

を開発する。 

【平成25年度実績】 

・ガラス材料で17%以上、蛍光体の分離で工程内の10%、

市中品からの再利用20%以上の見込みがついたため、

現在までに開発された技術で希土類の使用を40%以上

低減する方法として提示できた。また、ガラス等の不

純物の多い低品質の市中回収蛍光体から実用化レベル

の緑色蛍光体を回収することができ、その結果を元に、

連続分離装置を設計した。LED 用蛍光体 BCNO をシ

リカに内包することで、希土類を使わず近紫外励起が

可能で0.5以上の量子効率を示す材料を開発した。 

 

２-(3) 情報通信の省エネルギー技術 

【第3期中期計画】 

 エネルギー消費の増加要因となることが懸念される情

報通信の省エネルギー技術の開発を行う。具体的には、

電子デバイス及び集積回路の省エネルギー技術、ディ

スプレイ及び入出力機器の高機能化と省エネルギーの

ための複合構造光学素子等の技術開発を行う。また、

大容量情報伝送の省エネルギー化のための光ネットワ

ーク技術の開発や、情報処理システムの省エネルギー

化に資するソフトウェア制御技術の開発を行う。特に、

コンピュータの待機電力を1/5に削減可能な不揮発性

メモリ技術や既存のネットワークルータと比べてスル

ープットあたり3桁消費電力の低い光パスネットワー

クによる伝送技術の開発を行う。 

  

２-(3)-① 電子デバイス及び集積回路の省エネルギー

化 

【第3期中期計画】 
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・情報通信機器を構成する集積回路デバイスの低消費電

力化技術を開発する。具体的には、処理待ち時間に情

報を保持するために必要な電力が1/10以下となる 

SRAM、1V 以下で動作可能なアナログ回路、データ

センタのストレージ用強誘電体フラッシュメモリ、無

線ネットワーク用途のモノリシック集積デバイス等を

開発するとともに、3次元 LSI 積層実装技術を活用し

た超並列バス・マルチコアアーキテクチャーと高熱伝

導構造の採用による低消費電力 LSI 実装システムを

開発する。 

・コンピュータの待機電力を1/5に削減可能にするため

に、スピントロニクスとナノテクノロジーを融合した

ナノスピントロニクス技術を用い、DRAM や SRAM
の置き換えを可能とする不揮発性メモリ技術を開発す

る。 

・コンピュータの消費電力を削減するために、半導体ロ

ジックの動作電圧を0.5V 以下に、不揮発性メモリの

書き込みエネルギーをビット当たり0.5nJ 以下に低減

させることを目指して、ナノレベルの新デバイス技術

及び計測技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・低消費電力、超高信頼性集積回路実現に向け、低特性

ばらつき極微 MOSFET 作製プロセス技術を高度化す

る。同時に、極低消費電力化を可能とする新原理素子

の開発も進める。また、極微 MOSFET の集積回路応

用として、超高信頼極微フラッシュメモリの開発、な

らびに極低電力アナログ回路試作を進める。 

【平成25年度実績】 

・アモルファス金属ゲート導入により、pMOS FinFET
において世界最小値（1.47mVum）の特性ばらつき

を達成し、サブ Vt リーク電流のばらつき低減への有

効性も明らかにした。 

・FinFET 型チャネルの合成電界トンネル FET を提案

し、大きいオン電流（ 4uA/um@Vg=-0.5V、Vd=-
0.2V）と小さい SS 値（58mV/dec）の両立を実証し

た。 

・高信頼性絶縁膜を導入した三角断面形状を持つ

FinFET フラッシュメモリを作製し、6V での書込動

作及び120万回の書換動作を確認した。 

・0.8V 以下の極低電圧で動作可能で微細化に適した新

規アナログ演算増幅器の試作に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・材料、構造、プロセス条件の最適化により、ゲート長

90nm 以下の FeFET の作製技術を確立し、データ保

持の測定を行い2日後メモリウィンドウ0.3V 以上を実

現する。また、FeFET 量産化技術として、MOCVD
で成膜した強誘電体を用いた FeFET を作製し、

FeFET 動作特性から当該成膜の量産化適合性を評価

する。 

【平成25年度実績】 

・ゲート長90nm の FeFET の作製技術を確立した。断

面 SEM 像上の測長90nm の FeFET で2日後メモリウ

ィンドウ0.3V 以上に相当するドレイン電流保持特性

を実証した。また、8インチ均一成膜対応の MOCVD
装置で FeFET に適した強誘電体の成膜条件を詳細に

探査し、同条件を用いた FeFET で、従来の PLD 法

による強誘電体成膜時と同等の電気的特性を実証する

ことで、FeFET の量産化技術を進展させた。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に開発した1600ビットの並列バスインター

フェース回路を適用した3次元 LSI 積層応用システム

の設計・TEG 試作評価を進める。また、ヒートスプ

レッド層とマイクロ流路放熱構造を組み込んだ3次元

LSI 積層構造について、設計・シミュレーション解析

に加えて、TEG 試作・評価を進める。 

【平成25年度実績】 

・1600ビットの並列バスインターフェース回路を適用し

た3次元 LSI 積層応用システムとして、バウンダリス

キャンテスト技術および微細ピッチシートプローブ技

術を用いた積層接続検査システムの試作評価を進めた。

マイクロ流路放熱構造を組み込んだ3次元 LSI 積層構

造に関して、ホットスポット抑制効果の評価 TEG を

設計し、シミュレーション解析で効果を確認した。

TEG の一部試作を実施した。 

 

【平成25年度計画】 

・情報機器の大幅な省電力を可能にする不揮発性メモリ

であるスピン RAM について、その中核技術である垂

直型磁気抵抗素子の磁気抵抗比を倍増させることによ

り、読出し時の消費電力を半減させる。また、記憶層

の不揮発性を高めるために、5Merg/cc 以上の高磁気

異方性の実現を前年度に引き続き目指す。これらを実

現するためにトンネル障壁と記憶層材料の最適化を行

う。さらに、1ナノ秒の書込み電圧とエラーの関係を

明らかにすることにより、高速書込み動作時の電圧の

最適化を行い、省電力書込み手法を開発する。 

【平成25年度実績】 

・これまで技術的に困難であったトンネル障壁層上に高

品質の記録層を持つ垂直磁化型磁気抵抗素子を開発し、

超低抵抗領域で100%を越える磁気抵抗比を初めて実

現した。高磁気異方性については、Co ベースの人工

格子薄膜を新規開発し、11Merg/cc という巨大な磁気

異方性を達成した。省電力書き込み手法については、

書き込み電圧とエラーの関係を明らかにし、構築した

理論と対比することで、許容エラーに対する書き込み

マージンを求める手法を構築した。 
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【平成25年度計画】 

・極低電圧 LSI 回路の要素デバイスとしての TFET の

可能性を検討するために、LSI 回路性能の予測技術を

開発することで TFET LSI 回路アプリケーションの

基盤技術を提案する。 

【平成25年度実績】 

・トンネルトランジスタ（TFET）の回路応用を検討す

るため、TFET 動作の物理メカニズムに基づくコンパ

クトモデルを世界に先駆け提案した。また、試作によ

る TFET 素子の高性能化に取り組み、提案したコン

パクトモデルによる SPICE シミュレーション結果が

高性能化した実デバイス特性を高精度に再現できるこ

とを実証した。本回路シミュレーションを用いて

TFET 素子による電源電圧250mV の SRAM 動作をデ

モンストレーションし、TFET 技術は半導体ロジック

の動作電圧を0.5V 以下にする技術であることを示し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・超格子デバイスの構造や、GeTe/Sb2Te3に代わる新

規材料の探索を進め、電流-電圧特性のさらなる改善

を図り、0.3V で安定動作するメモリデバイスを実証

する。さらに超格子相変化膜のトポロジカル特性を生

かしてスピン電流を外部からの電場のみで制御した新

機能デバイスの室温動作を実証する。 

【平成25年度実績】 

・デバイス構造の最適化と薄膜化を行うことで超格子メ

モリで0.15V 以下で動作することを実証した。 

・第一原理計算に基づくシミュレーション等を用いて、

新超格子材料として SiTe/Sb2Te3が安定に超格子構造

になることを示し、実験によって実際に形成できるこ

とを示した。 

・GeTe/SbTe3超格子構造と強磁性体を接合させた新機

能膜を作製した。超格子構造のトポロジカル特性を外

部電場で制御することで、強磁性体のスピンとトポロ

ジカル絶縁体表面の相互作用によって、室温において

段階的にスピンを蓄積させることに成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度まで開発した酸素欠損分布制御技術をさら

に高度化し、より具体的には金属と酸化物からなる界

面の酸素欠損分布を精密に制御することにより、動作

電圧が0.5V 以下となると同時に不揮発性機能を持っ

た酸化物電子デバイスを開発する。 

【平成25年度実績】 

・酸素欠損分布制御技術を高度化し、より具体的には、

金属と酸化物からなる界面におけるイオン伝導を容易

にする組み合わせを選択することで、目標値を大きく

上回る0.2V 以下で動作する不揮発性抵抗スイッチ機

能を持つ酸化物電子デバイスの開発に成功した。 

２-(3)-② ディスプレイ及び入出力機器の省エネルギ

ー化 

【第3期中期計画】 

・ディスプレイ及び入出力素子作製技術の高度化のため

の省資源、低消費電力製造プロセスとして、ナノプリ

ント、ナノモールド法等のデバイスの低温形成、印刷

形成技術を開発する。これを用いて、10cm2/Vs 以上

の電荷移動度を有する塗布形成半導体、150℃以下で

の低温焼結で7MV/cm 以上の絶縁耐圧を示す塗布形

成絶縁層及び10-6Ω㎝台の抵抗率を示す塗布形成導電

材料の開発や、大面積パターニング技術の開発により、

超低消費電力（1インチあたり1W 以下）薄型軽量デ

ィスプレイの実現を可能にする技術や印刷光エレクト

ロニクス素子を開発するとともに、情報家電の小型、

省エネルギー化に向けた複合構造光学素子を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・次世代ディスプレイ入出力素子開発として以下の技術

を開発する。 

1) ライン抵抗率＜2E-5Ωcm、接着力＜1.5N の低温

焼成型銅ペーストを開発する。 

2) フレキ基板上に1E15Ωcm 台の絶縁性を示す SiO2

膜形成技術を開発する。 

3) ゼーベック係数＞50µVK の熱電変換材料インクを

開発する。 

4) 透明酸化物半導体を200℃以下で薄膜形成する技術

を開発する。 

5) 0.1～10kN のレンジで動作するフレキシブル圧力

センサーを開発する。 

6) メモリ保持特性25日以上のフレキシブル印刷メモリ

素子を開発する。 

7) ガラス基板上有機 EL に対するフレキ基板上素子の

効率比70%以上を示す素子製造技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・平成25年度計画課題において、1)、3)、5)、6)は目標

達成、2)、4)、7)は目標未達成。 

1) ライン抵抗率12µΩcm、接着力2N の低温焼成型銅

ペーストを開発した。 

2) 150℃以下の光焼成法を開発し、ガラス基板上に抵

抗率3×1015Ωcm の SiO2膜の塗布作製を実現。フレキ

シブル基板上への塗布 SiO2膜の形成指針を得た。  

3) ゼーベック係数65µVK の熱起電力を示す熱電変換

材料インクを開発した。  

4) 透明酸化物半導体薄膜を、300℃、5分で塗布形成す

る技術を開発した。  

5) 0.1から10kN の圧力検出能を有するフレキシブル

圧力センサを開発した。  

6) メモリ保持特性が30日以上のフレキシブル印刷メモ

リを開発した。 

7) 対ガラス基板上素子効率比70%以上を実現させるフ
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レキシブル有機 EL 素子作成の界面歪起因損傷解消法

を開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・ディスプレイ及び入出力素子作製技術の高度化のため、

省資源かつ低消費電力な製造プロセスを開発するとと

もに情報家電の小型、省エネルギー化を目指す。低消

費電力ディスプレイ用光源として白色偏光 EL 素子を

開発し、発光高分子材料の発光効率が高い相、通常相

の比較や膜厚の最適化により現状の1.5倍以上の効率

の向上を目指す。 

【平成25年度実績】 

・省資源かつ低消費電力な製造プロセスである摩擦転写

法を引き続き検討した。青色発光高分子配向膜と橙色

発光色素を用いた白色偏光 EL 素子について色素と高

分子との二層構造型を検討した。特に色素層の膜厚の

最適化を行い、非常に薄い（1nm 以下）時に高効率

であることが分かった。以前と比べ、電流発光効率が

2倍程度となった。 

 

【平成25年度計画】 

・省エネプロセスであるナノインプリント法でガラス光

学素子を形成する際に必要な、低屈伏点、高屈折、高

い透過特性をあわせ持つガラスを開発するために、ビ

スマス含有ガラスの吸収端波長に及ぼすガラス構造の

影響について研究を継続するとともに、吸収端シフト

の原因を解明する。より低エネルギー・短波長での二

光子吸収化合物を用いた光記録ビット形成をめざして

分岐構造化合物に反応助剤を添加した系の検討を行う

とともに、化合物の二光子吸収感度を高めるための研

究を継続する。 

【平成25年度実績】 

・結晶をモデルとした分子軌道計算をおこない、低融

点・高屈折率ビスマス含有ガラスにおいては、ビスマ

ス原子間距離が近くなるとビスマス原子間相互作用に

より吸収端波長が長波長側にシフトすることを明らか

にした。光記録ビット形成を目指して、分岐構造化合

物への反応助剤の添加を検討し、その中で、より短波

長である405nm において5000GM を超える複数の化

合物を見いだすとともに、化合物の二光子吸収感度を

高めるために分子構造の対称性の向上が効果的である

ことを明らかにした。 

 

２-(3)-③ 光ネットワークによる情報通信の省エネル

ギー化（Ⅲ-１-(1)-③へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・高精細映像等の巨大コンテンツを伝送させる光ネット

ワークを実現するために、既存のネットワークルータ

に比べてスループットあたり3桁低い消費電力でルー

ティングを行う光パスネットワーク技術を開発する。

具体的には、ルートを切り替えるシリコンフォトニク

ス、ガラス導波路技術を用いた大規模光スイッチ、伝

送路を最適化する技術、及び光パスシステム化技術を

開発する。また、1Tb/s 以上の大伝送容量化を目指し

て、多値位相変調や偏波多重を含む超高速光多重化の

ためのデバイス及び光信号処理技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成26年度に計画している光パスネットワークの大規

模実運用テストベッドに向けたハードウエアの開発を

行う。光スイッチでは、要素技術は実用に向けて継続

的に開発を進めつつ、テストベッド用にスイッチ・チ

ップの光ファイバ実装および制御装置の開発を行う。

機器レベルでは、異なる粒度を扱うさまざまなスイッ

チを統合的に制御するダイナミックノード制御ボック

スの開発を進める。伝送技術では、パラメトリック分

散補償器の装置化完成、位相感応型光信号処理技術の

高度化、高効率光多重技術などの研究を進める。 

【平成25年度実績】 

・平成26年度に計画している実運用テストベッドの準備

を進め、ハードウエアの開発をほぼ完了した。光スイ

ッチでは、シリコンフォトニクスを用いて世界最小の

8x8光スイッチ・チップの試作に成功した。テストベ

ッド用には、光スイッチ・チップの回路基板への実装

および光ファイバ実装・制御装置の開発を進めた。機

器レベルでは、複数の光スイッチを統合的に制御する

制御ボックスの仕様を確定し開発を進めた。伝送技術

では、パラメトリック分散補償器の装置化を完成し、

位相感応型光信号処理技術である全光 IQ 分離動作を

世界で初めて実現した。 

 

【平成25年度計画】 

・次世代コヒーレント光伝送に用いるマルチキャリア光

源を開発する。高スペクトル純度のレーザ光源とマイ

クロ光共振器を用いて、マルチキャリア発生システム

を構築し、帯域幅30nm 以上を実現する。 

【平成25年度実績】 

・試作した窒化シリコンマイクロ光共振器の導波損失が

大きく、マルチキャリア発生には至らなかった。ニオ

ブ酸リチウムのファブリペロー共振器を用いたマルチ

キャリア光源を構築し、30dB 帯域幅30nm を実現し

た。 

  

２-(3)-④ ソフトウェア制御による情報処理システム

の省エネルギー化 

【第3期中期計画】 

・情報処理システムで用いられる計算機、ストレージ、

ネットワーク等の資源について、ミドルウェア技術に

よりエネルギー指標に基づく資源の選択を実現し、物

理資源の利用効率を向上させ、30%の消費電力削減を
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目指す。利用者の利便性を損なうことなく省エネルギ

ーを実現するため、その時々の需要や環境に応じてエ

ネルギー消費の小さな資源を使う等、資源の選択や利

用法の最適化を行うミドルウェア技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・ミドルウェア技術による消費電力削減のため以下の研

究開発を行う。 

1) サーバ省エネ運用技術を高性能計算プラットフォー

ム上での実サービスに供するために、平成24年度に抽

出した安定性の向上、パッキングアルゴリズムなどの

運用上の課題に基づく改善を行う。 

2) ネットワークの低消費電力化を実現する光パス網の

実用性を示すために、性能保証分散ストレージと光パ

ス網を用いて4K 映像を配信する高精細映像配信シス

テムを構築する。 

3) 次世代モジュール型データセンタの1年間の運用を

通して省エネルギー性を評価する。 

【平成25年度実績】 

・ミドルウェア技術による消費電力削減のため以下の研

究開発を行った。1) サーバ省エネ運用技術について、

高性能計算プラットフォーム上での実サービス提供を

模した耐久試験を通じて安定性の向上とアルゴリズム

の細部の改善を行った。2) 光パス網の実用性を示す

ために、4K 映像を配信する高精細映像配信システム

とテレビ会議システムを構築した。3) 模擬的に生成

した特徴的な外気環境下において、モジュール型デー

タセンタの電力消費量の通年評価を行い、30%以上の

電力消費量の削減が可能で、中期計画目標を達成して

いることを確認した。 

 

３．資源の確保と高度利用技術の開発 

【第3期中期計画】 

・物質循環型社会の実現のためには、炭素資源、鉱物資

源等、多様な資源の確保とその有効利用が不可欠であ

る。そのため、バイオマス資源等、再生可能資源を原

料とする化学品及び燃料製造プロセスの構築に向けて、

バイオ変換、化学変換、分離精製等の技術の高度化を

図る。また、化石資源（石炭、メタンハイドレート

等）や鉱物資源（レアメタル、貴金属等）等、枯渇性

資源を高度に利用する技術や省使用化技術、リサイク

ル技術、代替技術等の開発を行う。 

  

３-(1) バイオマスの利用拡大 

【第3期中期計画】 

・化学品製造等において、石油に代表される枯渇性資源

ではなく再生可能資源を効果的に活用するための技術

の開発を行う。具体的には、バイオマスを原料とする

機能性化学品及び燃料製造プロセスの拡大に必要な酵

素や微生物等によるバイオ変換、触媒による化学変換、

分離精製、熱化学変換（ガス化、触媒合成）等の基盤

技術と高度化技術の開発を行う。また、全体プロセス

の設計と燃料品質等の標準化の提案を行う。 

  

３-(1)-① バイオマスを利用する材料及びプロセス技

術 

【第3期中期計画】 

・バイオマスから、酵素や微生物等によるバイオ変換や

触媒による化学変換と分離、精製、濃縮技術等を用い、

基幹化学物質やグリセリン誘導体等の機能性化学品を

効率よく生産するプロセス技術を開発する。特に、グ

リセリン利用においては、変換効率70%以上の技術を

開発する。また、製品中のバイオマス由来の炭素が含

まれている割合を認証するための評価方法を開発し、

国際標準規格策定に向けた提案を行う。さらに、バイ

オエタノール等の再生可能資源由来物質を原料として

低級炭化水素や芳香族等を生産するバイオリファイナ

リーについて、要素技術及びプロセス技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・微生物や酵素を利用した機能性バイオ素材の効率的な

生産系の開発とその用途開発を継続し、特にメタノー

ル等の不純物を含むグリセリン原料の利用において、

微生物機能や製造プロセスの改良を行うことでグリセ

リン誘導体の生産性向上を図る。 

【平成25年度実績】 

・機能性バイオ素材の効率的な生産系の開発に引き続き

取り組み、微生物機能の改良によりメタノール等の不

純物存在下でグリセリン誘導体の生産量を倍増するこ

とに成功した。また、不純物メタノールの濃度が高い

（5～7重量%）グリセリンを原料とした場合でも、グ

リセリン誘導体が生産可能となる見通しを得ることが

できた。 

 

【平成25年度計画】 

・セルロースから有機酸類を合成する反応について、ア

ルコール系溶媒中でセルロースからレブリン酸エステ

ルを合成する触媒系の検討で蓄積された知見を基盤と

して、より実バイオマスに適した水系溶媒中でセルロ

ースから有機酸を合成する触媒系を開発する。 

【平成25年度実績】 

・アルコール系溶媒中での反応に効果的だったルイス酸

とブレンステッド酸を組み合わせた触媒系(ハイブリ

ッド酸触媒)の設計コンセプトを基盤として水系溶媒

中に適した触媒系を探索した結果、より安価なルイス

酸性を示す金属化合物とブレンステッド酸との組み合

わせにより、微結晶セルロースから収率60%でレブリ

ン酸を合成することに成功した。さらに、実バイオマ

スである杉木粉を用いた検討を進めた結果、アルコー

ル系溶媒中でレブリン酸メチルを79%相当の収率で合
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成できることが明らかになった。 

 

【平成25年度計画】 

・バイオ原料から合成されたレブリン酸や乳酸を用い、

芳香族炭化水素やアクリル酸等を合成する高性能変換

触媒を開発する。また、バイオアルコール混合物の有

効利用法として、イソブチルアルデヒド合成触媒プロ

セスの開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・レブリン酸を出発物質として、有用な基礎化学品の一

つである芳香族炭化水素に一段で効率的に変換できる

ゼオライト系触媒を開発するとともに、乳酸からアク

リル酸を選択的に合成できる高活性な触媒を見出した。

また、バイオアルコール混合物の有効利用法として、

メタノール/エタノール混合物からイソブチルアルデ

ヒドを合成するプロセスについて検討した結果、複合

酸化物系触媒が有効であることを明らかにし、その触

媒を用いた反応プロセスを構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・バイオマス原料から省エネプロセスを用いて、高い炭

素収率かつ低コストで化成品の基幹物質やバイオマス

モノマー、繊維関連物質を製造する方法について検討

する。バイオマスプラスチックの組成、微量成分の評

価方法を検討する。また、ISO 国際審議中のバイオ

マス由来炭素含有率の評価方法を最終段階に進める。 

【平成25年度実績】 

・トウモロコシの芯から生産したフルフラールを用いて、

基幹化成品である1,4-ブタンジオールを省エネプロセ

スである加アルコール分解法により低コスト、高い炭

素収率、選択率で製造する方法について検討し、石油

由来の生産法と同等のコストで生産可能なことを確認

した。また、ポリ乳酸－椰子殻繊維複合体について、

改質剤により機械的強度の向上が可能であることを見

出した。さらに、溶媒抽出によるバイオマスプラスチ

ックの成分組成の分析法を開発し、ISO に提案済み

のバイオマス由来炭素含有率の評価法を最終段階に進

めた。 

 

【平成25年度計画】 

・各種バイオマスに対する最適な前処理／糖化技術を決

定するとともに、他の競合技術との定量的比較を行う。

またアクレモニウムの相同組換え技術を用いて、高効

率酵素生産菌を作製する一方で、酵素の熱安定性の向

上、高機能化、糖化効率最適化のための基盤技術を確

立する。さらに低変性リグニンの低分子化技術を開発

する。糖化液からの物質生産系では、微生物における

五炭糖資化性の向上／発酵阻害の解除／物質生産能を

検討し、合成ガスからの物質生産系では、微生物へ導

入可能な遺伝子資源の探索／合成ガスからの物質収支

を検討する。 

【平成25年度実績】 

・代表的なバイオマスに対して競合技術を含めた複数の

前処理技術を適用し、比較データを得た。またタラロ

マイセス セルロリティカス（旧アクレモニウム）の

糖化酵素生産性、並びに主要な糖化酵素の耐熱性を向

上させることができた。さらに産総研独自技術で得ら

れる低変性リグニンについてその性質を明らかにし、

低分子化の方法について比較検討を行った。糖化液か

らの物質生産系では、酵母における五炭糖資化性向上、

発酵阻害物質の特定、ピルビン酸等の生産性向上が認

められた。合成ガスの物質生産系では有用な遺伝子資

源が得られた。 

 

【平成25年度計画】 

・リグノセルロースから効率よくセルロースナノファイ

バーを製造するための条件検討を行うとともに、各種

バイオマス種から作られたセルロースナノファイバー

の特性評価を行う。またセルロースナノファイバーと

ポリマーの複合体の物性向上を目的として、複合化に

適したナノファイバーの形態等特性評価、好適なナノ

ファイバー製造技術、効率的なマスターバッチ製造技

術の開発を行う、さらにナノファイバーの表面特性解

明を目的として、種々のリグノセルロースを固定化し

た水晶振動子センサー製造技術の開発と生化学的特性

評価を進める。 

【平成25年度実績】 

・リグノセルロースからのセルロースナノファイバー製

造条件を明らかにし、針葉樹は広葉樹と比較して、よ

り微細なナノファイバーが得られることがわかった。

リグニン等を残して製造した100nm 以下のナノファ

イバーは、高物性の複合体製造に適していることがわ

かった。界面活性剤で表面コートしたナノファイバー

を添加したマスターバッチを製造することで複合体物

性が向上することがわかった。種々のナノファイバー

を固定化した水晶振動子センサーを製造し、水熱処理

条件によるナノファイバー表面の特性変化を生化学的

に明らかにした。 

 

３-(1)-② 微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明 

（Ⅰ-5-(3)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・未知微生物等の遺伝資源や環境ゲノム情報、機能の高

度な解析により、バイオ変換において従来にない特徴

を有する有用な酵素遺伝子を10種以上取得する等、酵

素、微生物を用いた実用的な高効率変換基盤技術を開

発する。 

 

【平成25年度計画】 

・変異16S rRNA を保持した変異大腸菌ライブラリーの
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規模の拡大を行う。昨年度に引き続き、レポーター遺

伝子の発現向上をもたらす16S rRNA の取得と体系化

を図る。その他にも、有機溶媒耐性や生育温度依存性

の変化した株など、様々な表現型変化をもたらす16S 
rRNA を分離する。 

【平成25年度実績】 

・GFP をレポーターとした16S rRNA 変異型大腸菌ラ

イブラリーをスクリーニングし、野生型大腸菌では発

現効率が低い塩基配列を有する GFP の発現向上を促

す16S rRNA 配列を取得した。また、環境 DNA の多

様化により、大腸菌16S rRNA の遺伝子欠損を相補す

る外来16S rRNA 遺伝子の相補域をδ-プロテオバク

テリア由来16S rRNA にまで拡大可能であることを見

出した。さらに、37℃での生育に優れた変異株や45℃

での生育に優れた変異株も同定し、それぞれの16S 
rRNA 遺伝子配列を決定した。 

 

【平成25年度計画】 

・酵母による機能性脂質生産系において、酵素活性の高

い N 末端欠失 DGA1を発現させて脂質含量を増加で

きる株の探索・解析を行う。高度不飽和脂肪酸生合成

系の律速段階のΔ6不飽和化の生産性向上に適した界

面活性剤の選択を行うとともに、機能性脂質リシノー

ル酸等の脂肪酸の生産に関与する新たな因子の開発を

行う。また、グリセロール誘導体から得られたケテン

アセタールモノマー（2-メチレン-1,3-ジオキサン-5-

オン）のラジカル重合を検討し、植物繊維との親和性

に関与するイタコン酸誘導体の化学構造因子を解明す

る。 

【平成25年度実績】 

・変異 DGA1を酵母 dga1破壊株に発現させ、脂質含量

45%の高い脂質蓄積性株を得ることに成功した。また、

Δ6不飽和化の生産性向上に、界面活性剤 Tergitol 
NP-40と Tween60が適していること、酵母 TG lipase
の破壊により脂質含量とリシノール酸生産量が増大す

ることを見出した。さらに、2-メチレン-1,3-ジオキ

サン-5-オンをラジカル開始剤と加熱すると、重合し

てポリエステルケトンが生成すること、中程度の側鎖

長をもつポリイタコン酸エステルが植物繊維複合材に

適することを見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・新たな微生物由来の有用因子探索を目的として、水生

植物根圏に生息する未知微生物群を探索し、これらの

微生物群の根圏付着特性ならびに水生植物に対する生

育増進効果ならびに生育促進因子について解析する。 

【平成25年度実績】 

・多様な水性植物から新しい根圏微生物を100株以上取

得しライブラリー化した。また世界で1例しか報告の

無い「水生植物の成長を促進する根圏微生物

（ PGPR ） 」を 探 索し 、門 レ ベル の新 規 細菌

Armatimonas rosea が新規 PGPR であることを明ら

かにした。さらに、既報の微生物よりも成長促進効果

の高い新規 PGPR を3株取得し、これらの PGPR が

成長促進効果だけでなくクロロフィル含有量を増大さ

せる効果があることも明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に同定された、微細藻類遺伝子群の機能を

元に、トリグリセリド代謝経路・合成経酵素遺伝子群

の抽出を行う。さらに、抽出した遺伝子群がコードす

る酵素群のトリグリセリド代謝・合成経路上での位置

を明らかにし、オイル蓄積に関与する遺伝子群の推定

を行う。 

【平成25年度実績】 

・RNA-seq データの GSEA 解析により、海洋微細藻類

において特異的に発現が上昇している遺伝子群を同定

し、グルコースからトリグリセリド生合成のパスウェ

イの推定を行った。推定されたパスウェイは既存の

DB では登録されていないものの、データの精密解析

により明らかになった。また、全ゲノム解析と発現解

析を組み合わせ、海洋微細藻類の代謝経路全体におい

て活性化している部分の推定を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・有用微生物を利用した効率的な物質生産システムの構

築を目指し、引き続き次世代シークエンサーで産出さ

れるゲノム配列の解析基盤技術（アセンブリパイプラ

イン、遺伝子自動アノテーションシステム等）の開発

を行う。これらの基盤技術に基づいて企業における微

生物ゲノム解析を共同研究により支援する。 

【平成25年度実績】 

・昨年度に引き続き、ゲノム配列の解析基盤技術の開発

を行いつつ、企業との共同研究により、醤油麹 A. 
sojae のゲノム解析を行った。次世代シークエンサー

による全ゲノムシークエンスと RNA-seq 解析結果を

用いて解析を実施し、醤油麹のゲノム構造を従来より

も大幅に高い精度で解明することに成功した。この成

果について、ゲノムデータベースを構築して公開する

準備を開始した。 

 

【平成25年度計画】 

・低温適応微生物の利用および共生系微生物の機能解析

を行う。 

1) 南極産菌類を用いて室内実験の結果を踏まえ、安価

な大量培養法によって菌を大量に調整し、現場の排水

処理設備へ適用する。 

2) 動物腸内における微生物叢の群集構造解析とその機

能を明らかにする。特に、害虫の農薬耐性化を引き起

こす腸内微生物がどのような分子メカニズムで害虫に
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感染するのかを明らかにする。 

【平成25年度実績】 

1) 南極産菌類を安価な大量培養法によって大量に調整

し、現場の排水処理設備へ適用したところ、投入4お

よび8ヶ月後に生残が確認され、夏場の比較的高い温

度下においても生残性があることが分かった。 

2) ホソヘリカメムシおよび魚類のモデル系であるメダ

カの腸内細菌叢を調査し、その実態を明らかにした。

カメムシ共生細菌のポリエステル合成機能が共生に重

要な役割を果たすことを明らかにした。害虫に農薬抵

抗性を賦与する共生細菌のゲノムを解読した。 

 

【平成25年度計画】 

・共生細菌 Burkholderia による殺虫剤耐性の獲得機構

を明らかにするために、殺虫剤分解性および非分解性

の複数の細菌株のゲノム解析をおこなう。ゾウムシ類

の共生細菌 Nardonella の機能解析をすすめ、特にチ

ロシンの合成および宿主への供給に関わる生物機能を

解明する。 

【平成25年度実績】 

・ホソヘリカメムシ共生細菌 Burkholderia の全ゲノム

塩 基 配 列 を 決 定 し た 。 ホ ソ ヘ リ カ メ ム シ －

Burkholderia 共生系の分子機構に関して ポリエステ

ル合成の関与などを明らかにした。クロカタゾウムシ

の人工飼料飼育系を駆使した生理実験を推進した。 

 

３-(1)-③ 生体高分子や生体システムの高機能化によ

るバイオプロセスの高度化（Ⅰ-5-(3)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・バイオプロセスに有用な生体高分子の高機能化を行う

とともに、生物情報解析技術や培養、代謝工学を利用

して、機能性タンパク質、化学原料物質としての低分

子化合物等を、従来よりも高品質で効率よく生産する

プロセス技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、培養条件を変更してトランス

クリプトーム解析を行うとともに、糖鎖関連遺伝子を

導入した酵母の遺伝子プロファイルを検討し、糖鎖の

合成経路の改変を進める。また、植物の糖鎖関連遺伝

子のクローニングを行い、有用物質の生産や in vitro
での修飾への活用を検討する。 

【平成25年度実績】 

・メタノール資化性酵母において、メタノール誘導時に

変動する遺伝子のトランスクリプトーム解析を行ない、

タンパク質の発現向上に関与すると考えられる遺伝子

候補の抽出を行なった。またマンノシダーゼ遺伝子を

発現した酵母の遺伝子プロファイルを検討し、糖鎖の

合成経路の改変に有用と考えられる遺伝子候補を同定

した。植物の糖鎖関連遺伝子については、候補遺伝子

を発現する植物を入手することが困難であったため、

他大学と協力して遺伝子を探索することとした。 

 

【平成25年度計画】 

・脂肪酸などの産業上有用な炭化水素系化合物について、

優れた性質を有する他の生物種を代謝工学的に解析す

る。この結果を利用して、これらの優れた性質を人為

的に脂肪酸の生産性を向上させた麹菌に付与すること

等により、生産性の更なる向上を実現する。麹菌の人

為的な遺伝子の高度利用に関して、目的とする条件に

おける高強度発現を実現するための基盤技術を開発す

る。 

【平成25年度実績】 

・細胞内に脂質を蓄積することが知られている糸状菌種

について、ゲノム上の遺伝子構成や発現解析によるネ

ットワーク推定などによって、脂肪酸などの脂質の高

生産性に重要と考えられる遺伝子を予測した。また、

麹菌で生産性が向上した変異株および酵母の脂肪酸を

分泌する変異株の遺伝子発現解析を実施した。これら

の知見に基づいて数十個の麹菌遺伝子を改変した変異

株ライブラリを作製した。また、細胞内に蓄積された

脂肪酸による生産制限の緩和と精製工程からの効率的

な分離を目的として、脂肪酸を分泌生産するための基

礎技術を開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・人工酵素開発のための方法論構築のため、人工耐熱性

セルラーゼを題材に吸着ドメインのアミノ末端への融

合効果の検討を行い高機能化に必要な基盤情報の収集

を行う。また、好熱菌が持つ２糖分解関連酵素等の耐

熱酵素2種の立体構造と反応機構の解明を目指す。 

【平成25年度実績】 

・好熱菌由来の耐熱性基質吸着ドメインを耐熱性セルラ

ーゼのアミノ末端側に融合した人工セルラーゼの開発

を行った。二つのドメインを繋ぐリンカー長を伸ばす

に従い徐々に活性も増加していき、調べた5種類のリ

ンカー長の中では最長のリンカー（50アミノ酸）で野

生型に比べ2倍の活性増強が見られた。また、キチン

分解系に関与する耐熱酵素のうち、2種類のキトビオ

ースデアセチラーゼ（DAC）の結晶化に成功し、精

密構造を明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・熱化学変換法による木質系バイオマスの糖化において、

前段部分の水熱反応の再現性について検討を進める。

具体的には、既存の連続反応装置を用いて水熱反応温

度と残渣収率との関係を明らかにし、ヘミセルロース、

セルロース由来のオリゴ糖成分を選択的に抽出する条

件を提示する。また、水熱反応の際に生成するガス成

分を極力抑制する方策についても検討する。 
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【平成25年度実績】 

・前段部分の水熱反応に関して、反応器を直接加熱せず

予め熱した水を流すことにより（間接加熱）、熱分解

を抑制し、再現性のあるデータを得ることが出来た。

水熱反応温度の上昇に伴い、反応残渣量は直線的に減

少し、300℃での残渣量は33wt%であった。この値は

試料に含まれる酸不溶性リグニン量（29wt%）とほぼ

同等であった。また、発生ガスの抑制については、水

熱反応温度を段階的に昇温（250℃で一度保持、その

後300℃に昇温）を行うことにより、発生ガス量を約

半分（10wt%→5wt%）に抑えることに成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・日本国内の魚類と菌類が有する不凍タンパク質の天然

物と遺伝子組換え物の両方について、様々な水溶液条

件において分子構造の解析を行う。その結果に基づい

て不凍タンパク質が結晶成長抑制機能や細胞保護機能

を発揮するメカニズムを解析し、同不凍タンパク質を

活用した医薬品やセラミックス多孔体などの高付加価

値製品を作製する新たな技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・日本国内に生息するカレイ類から不凍タンパク質の高

純度精製品を取得することに成功した。同タンパク質

はマウス膵島細胞の細胞膜に吸着しその生存率を高め

ることを見出した。また、他の魚類不凍タンパク質が

30℃の加温条件下で卵細胞に強く吸着しその生存率を

飛躍的に高めることを見出した。同タンパク質の活性

型と不活性型の分子構造を解析し、特定の結合水が前

者の分子表面にのみ配置していることを見出した。ま

た子嚢菌由来不凍タンパク質の遺伝子組換え物は、氷

結晶プリズム面の結晶成長だけを特異的に抑制するこ

とを見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に開発した初代培養細胞の多機能計測装置

は、ガラスによって絶縁された微小電極を用いる。そ

のため、電極はわずかな物理的衝撃によっても容易に

破損し、頻繁に交換することが大きな課題となってい

る。そこで、衝撃を受けても破損せずに持続的に細胞

解析可能な、新規な微小電極を開発する。 

【平成25年度実績】 

・高分子樹脂を絶縁部に使用した微小電極を作製し、そ

の安定性と性能を調べた。その結果、ポリエーテルエ

ーテルケトン（PEEK）樹脂を絶縁体として使用した

微小電極が、走査時の衝撃に対しても破損せずに持続

的に使用可能であることを見出した。さらに PEEK
樹脂電極は、ガラス電極と同程度に電流計測可能であ

ることも確認した。これらの成果を受けて PEEK 樹

脂微小電極の作製技術を民間に技術移転した。 

 

【平成25年度計画】 

・P450vdh に続く有用酵素の高度利用に向けた研究の

標的として、臨床診断に使用可能な酵素の高機能化を

目指す。実際には、対象となる酵素を1-2種選別し、

変異導入によ高活性化や基質特異性の改変を目指す。 

【平成25年度実績】 

・臨床診断に実用化されている酵素の高活性化を目指し、

進化工学的手法による変異体発現ライブラリーを構築

し、スクリーニングした結果、活性が2倍以上上昇し

た変異体の取得に成功した。同時進行で進めていた

P450vdh の機能改変については、1アミノ酸変異によ

り共役する電子伝達タンパク質との親和性が高まり、

結果として酵素活性を70倍以上上昇させることが可能

になった。 

 

【平成25年度計画】 

・酵母発現系を用い、複数のタンパク質を発現できるシ

ステムの利用研究を行う。具体的には、引き続き脂肪

酸合成に関わる遺伝子をターゲットに、平成24年度に

構築した発現プラスミドを有する遺伝子組換え酵母の

脂肪酸を同定するとともに、4つ以上の酵素遺伝子を

連結した発現プラスミドの構築を目指す。 

【平成25年度実績】 

・出芽酵母において、FMDV 2A region を用いたポリ

シストロニックな発現システムを確立するため、平成

24年度に構築した3つの脂肪酸不飽和化酵素遺伝子を

連結した発現プラスミドを有する遺伝子組換え酵母の

脂肪酸の同定を行った。中間産物と思われる高度不飽

和脂肪酸は同定できたが、目的の高度不飽和脂肪酸は

同定できなかった。引き続き、3つの脂肪酸不飽和化

酵素遺伝子を連結した発現プラスミドに3種の脂肪酸

鎖長伸長酵素遺伝子を各々連結したプラスミドの作成

を開始した。 

 

【平成25年度計画】 

・機能性新規化合物の調製とその利用研究を進める。糖

鎖や糖ペプチド、生理活性天然物の部分構造などに着

目し、それらを合成するに留まらず、新しい生理活性

の探索と、利用研究などが展開される様指向する。例

えば、化合物をナノ粒子上に固定化する、または異な

る機能を有する化合物をハイブリッド化することで新

たな機能発現や活性向上を誘導することを目指す。ま

た、感染症や毒素検出系システムに展開して、簡便で

定量性を有する感染症や毒素の検出キット開発へつな

げることを目指す。 

【平成25年度実績】 

・特許を取得した多価シアル酸化合物をはじめ20種類程

度の糖鎖について、新たに抗カビ活性に焦点をおき、

活性発現部分構造の検討と有用化合物の絞込みを行っ

た。また、天然物である Aurachin 類の類縁体を合成
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し、抗菌活性を保持した構造簡易型類縁体を見出した。

しかしこの化合物をナノ粒子上に固定化したところ抗

菌活性を失ったため、ナノ粒子の物性（粒径）をコン

トロールすることで問題の解決に取り組んだ。本年度

は糖ペプチドについては検討を行わなかった。また、

検出キット開発への展開までは至らなかった。 

 

３-(1)-④ バイオマスからの液体燃料製造及び利用技

術の開発（Ⅰ-１-(2)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・バイオ燃料製造技術の早期実用化を目指して、高効率

バイオ変換（酵素糖化、発酵）技術、熱化学変換（ガ

ス化、触媒合成）技術、及びトータルバイオマス利用

評価技術を開発する。特に、エネルギー収支2.0(産出

エネルギー／投入エネルギー)以上の高効率バイオ燃

料製造プロセスの基盤技術を開発する。 

・油脂系バイオマスの化学変換（触媒存在下の熱分解や

水素化処理、及びそれらの組み合わせ処理）により、

低酸素の自動車用炭化水素系燃料（重量比酸素分

0.1%未満）を製造する第2世代バイオ燃料製造技術を

開発する。また、東アジアサミット推奨及び世界燃料

憲章提案の脂肪酸メチルエステル型バイオディーゼル

燃料（BDF）品質を満たすために、第1世代 BDF の

高品質化技術（酸化安定性10h 以上）等を開発する。

同時に、市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準

化を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・バイオエタノール製造プロセスについては、目標を達

成した。BTL プロセスについては、触媒の微細構造

の研究によって、既存の FT 合成触媒と比べて反応効

率が20%高い触媒を開発するとともに、その FT 合成

触媒で作られる炭化水素に合った水素化分解・異性化

反応触媒を開発する。また触媒の研究結果を踏まえて

BTL プロセスのシミュレーションを行い、エネルギ

ー収支2.0を達成するためのストラテジーを明らかに

する。 

【平成25年度実績】 

・バイオエタノール製造プロセスについては、すでに目

標を達成しているが、民間企業からの依頼に基づいて

前処理・糖化メカニズムをミクロレベルで解明すると

ともに、耐熱性、耐酸、耐塩性エタノール発酵酵母の

機能評価と遺伝子組換え系の開発を行った。BTL プ

ロセスについては、既存の FT 合成触媒と比べて反応

効率が60%高い触媒を開発し、この反応で得られた炭

化水素を低分子化するための水素化分解触媒も開発し

た。またエネルギー収支2.0を達成するための概略プ

ロセスを構築した。 

 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き、JST-JICA 事業でタイに設置されたパイロ

ットプラントによる高品質 BDF 製造実証研究の推進

を支援する。飽和モノグリセリド等のフィルター閉塞

成分の低減技術を高度化する。また、第2世代バイオ

燃料製造のため、同事業でタイに設置されたジャトロ

ファ残渣の急速熱分解炉によるバイオオイル製造実証

研究を支援する。バイオオイル中の含酸素化合物脱酸

素用触媒の石油系基材との共処理時の活性および耐久

性向上を図る。 

【平成25年度実績】 

・ジャトロファ油から製造した高品質 BDF を混合した

軽油を用いて5万 km 実車走行試験を実施し、走行に

問題のない品質であることを実証した。BDF の部分

水素化と吸着剤処理の併用により、モノグリセリドを

94%以上除去することができた。ジャトロファ残渣の

急速熱分解パイロットプラントの試験稼働を行い、各

部の正常な作動とバイオオイルの生成を確認した。バ

イオオイル中の含酸素化合物脱酸素の活性、選択性を

検討し、触媒担体の選択により、活性低下を抑制しつ

つ、高オクタン価成分の選択性が向上することを見出

した。 

 

【平成25年度計画】 

・市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化を推進

する。平成25年度においては以下を実施する。 

1) 東アジアアセアン経済研究センター（ERIA）事業

において引き続きワーキンググループ（WG）を運営

し、実市場でのバイオディーゼル燃料品質管理に有益

なバイオディーゼル燃料流通ハンドブックの改訂を実

施する。 

2) 次世代バイオ燃料やエネルギーキャリアと成り得る

各種合成液体燃料について、実用化に向け必要な標準

化課題の調査を実施する。 

【平成25年度実績】 

・市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化の推進

に関し、以下の成果を得た。 

1) 東アジアアセアン経済研究センター（ERIA）事業

にて、最新のヨーロッパ規格と調和すべく、EAS-
ERIA Biodiesel Fuel Standard:2008（EEBS:2008）
の改訂と、これらの情報を更新したディーゼル燃料流

通バンドブックの改訂作業を実施した。 

2) 再生可能エネルギー貯蔵・流通に関するトータルシ

ステムシナリオ検討のプロジェクトを開始し、各種エ

ネルギーキャリアに関する実用化に向けた標準化課題

の調査を開始した。 

 

３-(2) 化石資源の開発技術と高度利用技術 

【第3期中期計画】 

・天然ガスや石炭等の化石資源の確保と高度な転換、利
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用に資する技術の開発を行う。具体的には、将来の天

然ガス資源として期待されているメタンハイドレート

から天然ガスを効率的に生産するため、分解採収手法

の高度化等の技術開発を行う。また、引き続き世界の

主力エネルギー源の一つである石炭の有効利用のため、

次世代石炭ガス化プロセス等にかかわる基盤技術の開

発を行う。 

  

３-(2)-① メタンハイドレートからの天然ガス生産技

術の開発 

【第3期中期計画】 

・我が国周辺海域等に賦存し、将来の天然ガス資源とし

て期待されているメタンハイドレートから安定かつ大

量に天然ガスを生産する分解採収手法を開発する。こ

のため、分解採収手法の高度化、想定される生産障害

の評価、メタンハイドレート貯留層モデルの構築、生

産時の地層挙動の評価及び生産挙動を予測するシミュ

レータ等を開発する。メタンハイドレート貯留層特性

に応じた天然ガス生産手法を最適化するため、室内産

出試験設備等によりフィールドへの適用性を評価する。 

 

【平成25年度計画】 

・貯留層特性に応じて生産量を最大化させる生産手法、

生産条件を引き続き評価する。 

1) 強減圧生産法適用時に問題となるハイドレート再生

成の回避策を検討する。 

2) 減圧法によるハイドレート分解過程において、通電

加熱のガス生産増進への効果を実験的に解析を行う。 

3) サイクリック減圧法の長期的な生産性を解析し、回

収率および生産レートに及ぼす効果を解析する。 

4) 大型室内産出試験装置を用いた実験により比較的浸

透率の低い貯留層での強減圧生産法の有効性を検証す

る。 

【平成25年度実績】 

・生産量最大化のための生産手法の開発と実験的検証を

行った。 

1) 阻害性能が高い再生成阻害剤として、乳酸と尿素を

実験的に探索した。 

2) キセノンハイドレート堆積物の通電加熱を行い、

10A/m2という低電流密度においても効果的に分解が

進行した。 

3) サイクリック減圧法において、休止期間が長いほど

生産レートは増加し、究極的な回収率は休止期間の合

計に依存することが判明した。 

4) 比較的浸透率の低い貯留層を作製し、通常減圧から

強減圧へ連続的に減圧した場合、氷の生成熱による生

産増進効果を検証した。 

 

【平成25年度計画】 

・生産過程における流動障害について引き続き実験的に

解析し評価する。 

1) 局所的な細粒砂の蓄積を引き起こすメカニズムを微

視的モデルにより考察する。 

2) メタンハイドレート核の存在がメタンハイドレート

の再生成に及ぼす影響について考察する。 

3) 低温高圧下でかつインヒビターあるいは凝集抑制剤

等を含む流れ場におけるメタン気泡の流動状態を3次

元画像解析し、球等価直径と終末速度、球等価直径と

抗力係数との間の関係を明らかする。 

4) 海洋産出試験結果を用いて、開発した浸透率低下モ

デル式の検証および改良を行う。 

【平成25年度実績】 

・生産過程における流動障害の解析と評価を行った。  

1) 孔隙モデルを用いて細粒砂懸濁液の圧入実験を行い、

細粒砂懸濁濃度および流速が閉塞現象に与える影響を

考察した。  

2) メタンハイドレート核の存在は再生成を加速するた

め、管内流動障害要因の一つであることが判明した。  

3) 凝集抑制剤を含む流れ場においてメタン気泡の挙動

を観測し、球等価直径と終末速度および抗力係数との

関係式を取得した。  

4) 海洋産出試験の検証の結果、浸透率低下モデル式は、

より圧密変形が進行する場合に適用可能であることが

分かった。 

 

【平成25年度計画】 

・海洋産出試験結果の検証を通じ、海域のメタンハイド

レート貯留層モデルを構築する。 

1) 三次元地震探査データ等を用いて、メタンハイドレ

ート貯留層の構造解析と組成分析を実施し、その地質

学的物性等を推算する。 

2) NMR-T2解析結果を用いて最適化した浸透率解析法

を海洋産出試験地の CMR 検層結果に適用し検証する。 

3) リングせん断試験装置を使用し、淘汰度の高い堆積

物の変位量と浸透率の関係を明らかにする。 

4) メタンハイドレート堆積物試料の減圧実験により、

4相条件下での熱伝導率推算モデル式の検証を行う。 

【平成25年度実績】 

・海洋産出試験の検証を通じ浸透率と検層結果の検証等

を行い、海域のメタンハイドレート貯留層モデルを構

築した。  

1) 海洋産出試験周辺域の地層分布形態などを解析した

ほか、粒度組成や鉱物組成などの堆積物特性を明らか

にした。  

2) メタンハイドレート堆積物の NMR 測定と浸透率測

定を行い、高精度で浸透率を推定する方法を開発した。  

3) せん断層に対して浸透率試験を行い、浸透率と孔隙

率との高い相関性を確認した。  

4) メタンハイドレート堆積物試料の減圧実験により4

相熱伝導率推算モデル式の妥当性を確認した。 
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【平成25年度計画】 

・海洋産出試験結果を用いて、地層変形、坑井健全性評

価技術の精度向上を行なう。  

1) 海洋産出試験の再現を行い、地層変形シミュレータ

のフィールドへの適用性の評価を通じ、計算機能の検

証と改良を行う。 

2) 海洋産出試験で得られる地層変形に関する計測デー

タを基に坑井周辺の応力分布や地層変形に関する解析

を行い、減圧法に適した坑井の設計条件を整理する。 

3) ケーシング-地層間やケーシング-セメント間の室内

試験結果を用いた実験式を用いて、海洋産出試験結果

における坑井周辺の応力分布を評価する。 

【平成25年度実績】 

・海洋産出試験結果を用いて、地層変形、坑井健全性評

価技術の精度向上を図った。  

1) メタンハイドレート飽和率を関数とした弾塑性パラ

メータを取り扱えるようにシミュレータを改良した。  

2) 海洋産出試験での坑井仕上げ条件を検証するために

坑井周辺の応力分布や水平変位の解析を行い、減圧法

に適した坑井の設計にあたっては、グラベルサンドが

より流動しにくい条件が必要であることを明らかにし

た。  

3) 地層変形シミュレータを用いて坑井周辺の応力分布

を解析し、スクリーンの破壊などの可能性が低いこと

を示した。 

 

【平成25年度計画】 

・ガスハイドレートの物理特性について研究を行い、資

源開発における経済性を向上させるための技術を開発

する。 

1) 天然ガスハイドレート（NGH）輸送システムにお

いて、天然ガス成分が生成特性に及ぼす影響を検討す

る。 

2) セミクラスレート系ガスハイドレートのガス包接、

分離機構とその速度向上を図るとともに、炭酸ガス以

外のガス種の分離特性を検討する。 

3) 冷媒性能を向上させる新たなガスハイドレート系冷

熱媒体の探索等を実施するとともに、システム構成に

対する調査などを実施する。 

【平成25年度実績】 

・資源開発における経済性を向上させるため、低級炭化

水素ガスの包蔵密度、セミクラスレートハイドレート

の CO2包蔵量や相平衡特性などを解析した。  

1) 天然ガスハイドレート輸送システム開発において籠

状構造と占有ガス成分の関係を解析し、ガス密度に与

える影響を明らかにした。  

2) 臭化物系セミクラスレートハイドレートの結晶構造

解析を行い、そのガス包接特性、ガス分離特性および

CO2包蔵量に対する圧力の影響を評価した。 

3) ヒートポンプ冷媒として適用可能なセミクラスレー

トハイドレートの探索などを行った。 

 

【平成25年度計画】 

・企業、大学からの研修員の受け入れなどによって、メ

タンハイドレート資源開発とガスハイドレート機能活

用技術の移転を進め、資源開発を担う人材の確保と技

術の高度化を図るほか、実験教室、シンポジウム・講

演会などを開催することによって研究情報を発信し、

メタンハイドレート資源開発に対する社会の理解増進

を図る。 

【平成25年度実績】 

・資源開発および機能活用技術に関する2つの産学官連

携組織を運営し、それぞれ年3回の検討会議を開催す

ると共に報告書のとりまとめを行ったほか、第5回メ

タンハイドレート総合シンポジウムの開催、20件の技

術研修、5回の実験教室、2回の講演会主催、19件の依

頼講演などにより、人材育成、研究情報の発信、社会

の理解増進および技術移転などを行った。 

 

３-(2)-② 次世代ガス化プロセスの基盤技術の開発 

【第3期中期計画】 

・高効率な石炭低温水蒸気ガス化方式により、ガス化温

度900℃以下でも、冷ガス効率80%以上を可能とする

低温ガス化装置を開発する。さらに、低温ガス化プロ

セスを利用し、無灰炭や低灰分炭の特性を生かし、

H2/CO 比を1～3の範囲で任意に調整し化学原料等に

する技術を開発する。また、石炭利用プロセスにおけ

る石炭中の有害微量元素類の挙動を調べるための分析

手法を開発し、標準化手法を提案する。 

 

【平成25年度計画】 

・豪州産の未利用褐炭を使用した連続触媒ガス化試験を

実施し、ガス化剤として水蒸気と二酸化炭素を用いる

ことで、炭素転換率100%で、目的とする組成の合成

ガスを連続製造できることを実証する。また、触媒再

生試験を実施し、触媒の回収と再利用が可能であるこ

とを証明する。さらに、ガス化で副生する微量ガス成

分の定量分析を行い、必要となるガス精製プロセスを

設計する。 

【平成25年度実績】 

・豪州産のロイヤング褐炭を用いて、650℃で連続触媒

ガス化試験を実施し、安定的に合成ガスが製造できる

ことを実証した。また、低温ガス化で課題となるター

ル生成がなく、炭素転換率はほぼ100%であることを

確認した。ガス化後の触媒再生試験を実施し、回収し

た触媒の XRD、SEM-EDS 分析から、触媒回収と再

利用が可能であることを確認した。生成ガス中の不純

物をリアルタイムで定量分析した結果、高温ガス化か

らのガス性状に比べて不純物が極めて少ないことが明

らかとなり、従来のガス精製プロセスの負荷が減少す
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ることを確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・2塔循環式連続石炭ガス化装置により得られた非熱自

立条件におけるデータを解析し、ガス化速度を求める。

解析結果を基に熱自立条件である実機規模での性能予

測を行う。この際、実機規模で特徴的な低い放熱損失、

高熱回収率等から、実験室規模より有利となると考え

られる2塔循環式石炭ガス化装置におけるガス化効率、

ガス化炉必要容積、冷ガス効率等を予測する。粒子循

環については、これまでに得られた実験データを基に、

系内の圧力バランスを解析することにより粒子循環メ

カニズムを明らかにし、設計および運転法を示す。 

【平成25年度実績】 

・非熱自立条件である実験室規模の2塔循環式連続石炭

ガス化装置を用いて、異なるガス化条件におけるガス

化反応速度を測定し、石炭の水蒸気ガス化速度式を確

立した。この結果に実機の熱的条件を考慮することに

より、実機規模の2塔循環式連続石炭ガス化装置にお

ける熱自立可能な循環速度等の操作条件や、ガス化炉

容積の装置設計条件、冷ガス効率の予測を可能とした。

粒子循環については、循環速度と系内の圧力バランス

の関係を表す予測式を導き、予測値と実測値が良好に

一致することを確認した。これにより、装置設計と運

転法を確立した。 

 

３-(3) 資源の有効利用技術及び代替技術 

【第3期中期計画】 

・偏在性による供給不安定性が懸念されているレアメタ

ル等を有効利用するための技術及び資源の省使用、代

替材料技術の開発を行う。具体的には、レアメタル等

の資源確保と同時に有害金属類のリスク管理に資する

ため、ライフサイクルを考慮した物質循環フローモデ

ルを構築する。また、廃棄物及び未利用資源からレア

メタル等を効率的に分別、回収する技術の開発を行う。

省使用化、代替材料技術として、タングステン使用量

を30%低減する硬質材料製造技術の開発を行う。また、

レアメタル等の鉱床探査とリモートセンシング技術を

用いた資源ポテンシャル評価を行う。 

  

３-(3)-① マテリアルフロー解析 

【第3期中期計画】 

・有害金属類のリスク管理やレアメタル等の資源確保に

係る政策に資するため、国内外での生産や廃棄、リサ

イクルを含む、ライフサイクルを考慮した物質循環フ

ローモデルを開発する。具体的には、有害性と資源性

を持つ代表的な物質である鉛を対象に、アジア地域を

対象としてフローモデルを開発する。次に、鉛におい

て開発した手法やモデルを基礎として、他のレアメタ

ル等へ展開する。 

【平成25年度計画】 

・衛星夜間光強度データを使用して不法リサイクル等か

らの金属の環境排出量の空間割り振り手法を確立する。 

また、局所における金属の簡易的なばく露評価を継続

し、各国に適用するパラメータ設定を確立する。 こ

れらの手法及びパラメーターを金属を対象にしたアジ

ア対応ばく露解析のプロトタイプモデルに組み込む。 

【平成25年度実績】 

・衛星夜間光強度データを用いて環境排出量の空間割り

振り手法を開発し、中国とベトナムの不法リサイクル

による汚染地域を特定することに成功した。アジア各

国のばく露濃度推定の感度解析を行い、土壌から植物

への移行パラメータが最も重要な要因であることを示

した。中国の数カ所で異なる移行パラメータを設定し

たプロトタイプモデルでヒトの鉛ばく露量推定を行い、

既報の血中鉛濃度の実測値と比較した結果、1/2～2倍

の範囲で一致した。 

 

３-(3)-② レアメタル等金属や化成品の有効利用、リ

サイクル、代替技術の開発 

【第3期中期計画】 

・レアメタル等の有用な材料の安定供給に資するため、

使用済み電気・電子製品等の未利用資源を活用する技

術を開発する。具体的には、金属や化成品の回収及び

リサイクル時における抽出率、残渣率、所要段数、利

用率等の効率を50%以上向上させる粒子選別技術、元

素レベルでの分離精製技術及び精密反応技術を開発す

る。 

・先端産業に不可欠なレアメタル等の省使用化、代替技

術を開発する。具体的には、界面制御や相制御により、

レアメタル国家備蓄9鉱種の1つであるタングステン使

用量を30%低減する硬質材料の製造技術、ディーゼル

自動車排ガス浄化用触媒の白金使用量削減技術や重希

土類を含まない磁性材料の製造技術等を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・製品等のセンシング選別において、携帯電話の固体識

別からタンタルコンデンサを多く含む機種の回収に至

るトータルシステムを試作する。茨城モデルの都市鉱

山プラントにおける複管式気流選別機の商業稼働を支

援してこれを実現するとともに、電子素子選別シミュ

レーションソフトを一般公開する。また、蛍光ランプ

の非破壊識別については、実用機に必要な装置スペッ

クを明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・センシング選別では、携帯電話などの廃小型電気製品

を対象にタンタルコンデンサ数の違いによる自動選別

（精度90%以上）を実現し、制御系や供給系の改良を

行いトータルシステムとしての実用性を向上させた。

また茨城モデルの都市鉱山プラントにて複管式気流選
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別機の商業稼働を果たすとともに、電子素子選別シミ

ュレーションソフトを SURE にて試験公開した。直

管対応蛍光ランプ識別装置では、目標速度1～2秒/本

を実現するための選別・送り出し機構を明らかにした

上で、処理速度を従来よりも30～50%向上させ目標を

達成した。 

 

【平成25年度計画】 

・湿式法による希土類磁石からの希土類の回収プロセス

について、微量に浸出される鉄の選択除去方法として、

鉄の除去率70%以上、希土類の損失率1%以下とでき

るものを見出す。また各種工程液中の微量の希土類の

回収を目的として、吸着剤の作製方法を検討するとと

もに吸着性能を高度化する。またアミド含有3級アミ

ン化合物を用いた白金族及び一般金属混合溶液からの

白金族金属抽出分離フローを構築する。さらに溶融塩

を用いた希土類金属分離プロセスについて、未利用の

一次資源および磁石以外の二次資源への適用可能性を

検討する。 

【平成25年度実績】 

・湿式法による希土類磁石からの希土類の回収プロセス

について、イオン交換樹脂を用いて、鉄除去率70%、

希土類損失率0.2%を得た。希土類吸着剤のうちシリ

カゲル担体吸着剤について、反応基を精査することで

低い pH での吸着を可能とした。またポリマー系吸着

剤について、希土類の種類によって溶解度が大きく異

なる系を見出した。アミド含有3級アミン化合物を用

いて白金族金属を一般金属に先んじて抽出する新規分

離フローを案出した。未利用鉱石等から希土類を短時

間かつ高効率で回収可能な溶融塩プロセスも考案した。 

 

【平成25年度計画】 

・FRP 製 LP ガスタンクを循環溶媒中で可溶化し、ガ

ラス繊維を回収する技術を開発すると共に、可溶化、

溶媒再生等の各素過程の最適化を検討する。使用済み

電子機器に含まれている各種金属共存下で、水蒸気ガ

ス化反応速度を測定する。内部循環型外熱式ロータリ

ーキルン小型プラントを用いて廃プラスチックや木質

バイオマスを熱分解処理すると共に、原料性状と処理

条件の関係、システム上の改善を検討し実証および商

業プラントの仕様設計を行い、消費エネルギーや放熱

量を試算する。 

【平成25年度実績】 

・FRP に極微量の硫酸あるいはリン酸を添加して循環

溶媒のモデル溶媒中200℃で加熱すると、90分以内で

95%以上が可溶化されガラス繊維を回収できた。また

ニッケル粉末共存下フェノール基板を処理すると、

550℃付近の温和な条件下1時間以内でほぼ完全に水蒸

気ガス化された。5t/d 規模の小型プラントにて廃プラ

スチックと木質バイオマスの混合物を処理した場合の

入熱、出熱、装置放熱を試算し、可燃性ガスの発熱量

から消費エネルギーを引いた正味のエネルギー回収量

は熱分解が部分燃焼に比べて約2倍有利であることを

明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・省重希土類技術で Sm 系磁石の保磁力向上の機構解

明を行う。省タングステン技術でコーティング WC-
FeAl 切削工具の課題抽出とサーメットの高機能化を

図る。大型車両用ハニカム触媒作製のため省白金族デ

ィーゼル酸化触媒の大量調製を図る。三元触媒向け高

機能セリウム材料の酸素吸蔵能発現機構を解析する。

省ビスマス技術で Fe-V-Al 熱電モジュールの量産化

へのプロセス開発、青銅鋳物の薄肉化を図る。ヒータ

の省レアメタルで MAX 相材料の長尺化を図る。 

【平成25年度実績】 

・Sm 系磁石の保磁力向上の機構解明を進め、磁石粉末

の保磁力を従来の1.5倍にした。コーティング WC-
FeAl 切削工具のロウ付け精度が課題となり、長尺技

術を開発した。添加元素の最適化でサーメットを1.4

倍高靭化した。省白金族ディーゼル酸化触媒の調製を

昨年比で5倍スケールアップした。高機能セリウム材

の高酸素吸蔵能が粒子表面への Ce 偏析によることを

解明した。量産化に向けた Fe-V-Al 熱電モジュール

の短時間焼結と凍結鋳造による青銅鋳物の薄肉化によ

りビスマス量を低減した。MAX 相材料が押出成形で

長尺化できた。 

 

３-(3)-③ レアメタル等の鉱床探査と資源ポテンシャ

ル評価（別表２-２-(2)-①を一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・微小領域分析や同位体分析等の手法を用いた鉱物資源

の成因や探査法に関する研究、リモートセンシング技

術等を用いて、レアメタル等の鉱床の資源ポテンシャ

ル評価を南アフリカ、アジア等で実施し、具体的開発

に連結しうる鉱床を各地域から抽出する。 

・海洋底資源の調査研究については、海洋基本計画に則

り、探査法開発、海底鉱物資源の分布や成因に関する

調査研究を実施するほか、海洋域における我が国の権

益を確保するため、大陸棚画定に係る国連審査を科学

的データの補充等によりフォローアップする。 

 

【平成25年度計画】 

・モンゴル、南アにおける重希土類鉱床の分布・鉱量を

精査すると共に、鉱石の選鉱方法など具体的開発に向

けた技術開発を実施する。南米、東南アジアなどにお

いて、レアメタル鉱床の資源ポテンシャル評価を実施

する。米国、韓国、豪州、タイ等の MOU 締結国と

資源情報の交換、探査・選鉱に関する技術交流を実施

する。レアメタルの資源開発動向やマテリアルフロー
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の解析を実施し、資源の需給動向等を政府・関係機関

等に情報を提供する。産総研レアメタルタスクフォー

スの活動（講演会等）を分担する。 

【平成25年度実績】 

・モンゴルで民間企業と重希土鉱床の評価を、南ア地調

と共同で重希土類鉱徴地の探鉱試錐、選鉱試験を実施

し、開発可能性評価を行った。ブラジルと共同でレア

メタル鉱床評価のための現地調査・鉱石分析を実施し

た。また、韓国と共同でリチウム鉱床の現地調査を行

ったほか、ミャンマー、米国 USGS、豪州 CSIRO と

研究協力の協議等を行った。レアメタルの資源開発動

向やマテリアルフロー解析のための資料収集を継続し、

関係機関に情報提供した。さらに、産総研レアメタル

タスクフォースについてシンポジウム等を実施した。 

 

【平成25年度計画】 

・レアメタル等鉱物資源ポテンシャル評価のため、南ア

の金、白金族鉱床の地質と微小領域貴金属存在形態の

関係を比較し、両者の成因的関係について検討する。

また、熱水性鉱床における In、Sb 及び Bi の濃集環

境の類似点及び相違点を明らかにする。更に、雲仙火

山熱水系の鉱化熱水系との比較研究により、浅熱水性

鉱床形成の場および過程を明らかにする。一方、鉄マ

ンガンクラストの生成年代決定・形成史解明に有効な

Os 同位体比分析のルーティン化を目的に、拓洋第五

海山および流星海山より採取された試料を用いた分析

作業を行う。 

【平成25年度実績】 

・南アの隣接する金、白金族鉱床地域の地質と微小領域

貴金属存在形態を検討したところ、両者の地質は異な

るが成因上熱水作用が共通している事が判明。豊羽鉱

床鉱石の In、Sb 及び Bi のうち、Sb と Bi の増減の

相関から、両元素の濃集が成因的に密接な関係にある

事が分った。雲仙火山では掘削コア深部における熱水

変質から、浅熱水性金鉱床と同様の温度構造を明らか

にした。鉄マンガンクラストでは、拓洋第五海山及び

流星海山の試料の密な Os 同位体比分析から、いずれ

も百万年に2-3mm 程度の成長速度の可能性が高い事

が分った。 

  

４．グリーン・イノベーションの核となる材料、デバイ

スの開発 

【第3期中期計画】 

・部材、部品の軽量化や低消費電力化等による着実な省

エネルギー化とともに次世代のグリーン・イノベーシ

ョンを目的として、従来にない機能や特徴を持つ革新

的材料及びデバイスの開発を行う。具体的には、ナノ

レベルで機能発現する新規材料や多機能部材の開発を

行う。また、部品、部材の軽量化や新機能の創出が期

待される炭素系新材料の産業化を目指した量産化技術

の開発と応用を行う。さらに、ナノテクノロジーを駆

使して、電子デバイスの高機能化・高付加価値化技術

の開発を行う。ナノエレクトロニクス等の材料及びデ

バイス研究開発に必要な最先端機器共有施設を整備し、

効率的、効果的なオープンイノベーションプラットフ

ォームとして活用する。 

  

４-(1) ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材 

【第3期中期計画】 

・省エネルギーやグリーン・イノベーションに貢献する

材料開発を通じてナノテクノロジー産業を強化するた

めに、ナノレベルで機能発現する新規材料及び多機能

部材の開発、ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機

能合成技術や自己組織化技術を基にした省エネルギー

型機能性部材の開発を行う。また、新規無機材料や、

有機・無機材料のハイブリッド化等によってもたらさ

れるナノ材料の開発を行う。さらに、革新的な光、電

子デバイスを実現するナノ構造を開発するとともにこ

れらの開発を支援する高予測性シミュレーション技術

の開発を行う。 

  

４-(1)-① ソフトマテリアルを基にした省エネルギー

型機能性部材の開発 

【第3期中期計画】 

・調光部材、情報機能部材、エネルギー変換部材等の省

エネルギー型機能性部材への応用を目指して、光応答

性分子、超分子、液晶、高分子、ゲル、コロイド等の

ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機能合成技術、

及びナノメートルからミリメートルに至る階層を越え

た自己組織化技術を統合的に開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・2成分系材料を p 型有機半導体とし、n 型半導体との

相溶性を踏まえつつ薄膜太陽電池の試作を行うととも

にその性能評価を実施する。p 型液晶性有機半導体と

n 型有機半導体の相溶性と、その結果として形成され

る構造の解明を行い、今後の分子設計概念の構築に資

する。一方、オール印刷工程による薄膜有機デバイス

を試作し、その半導体特性を評価するとともに、薄膜

形成時の自己組織化材料の分子配列制御の手法につい

ても更なる検討を行い、高性能な均一膜を得ることを

目指す。 

【平成25年度実績】 

・開発した2種の p 型液晶性有機半導体及びその混合系

を用いた n 型半導体との相溶性を確認し、それを用

いた薄膜太陽電池を試作した。さらに、これらの各液

晶性有機半導体が光電変換性能に明確に寄与すること

を見出し、有機半導体の混合系がその液晶性を利用し

た薄膜活性層構築の新たな手法となる可能性を示した。

印刷工程により電極形成させた基板に液晶性有機半導
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体材料を印刷したトランジスタ素子を試作し、その形

態と半導体特性の評価から、乾燥過程の制御により分

子配列制御された高性能な均一膜が得られることを見

出した。 

 

【平成25年度計画】 

・今年度は、光機能材料の実用化に向けた基盤づくりを

行う。具体的には、光に応答してバルクの相構造（固

体と液体）を制御可能な新材料における接着力の強化

を念頭に、引張強度を現行値より一桁向上させること

を目指す。また、光応答性 CNT 分散剤を用いた

CNT パターニング膜の作成や、同様に光応答性の液

晶とアモルファスの差を利用した再書き込み可能な画

像表示材料の開発を行う。加えて、自己修復材料の深

化にも取り組み、液晶基盤ゲルやイオン液体ゲル等の

機能性ソフトマテリアルの力学特性を始めとする諸物

性の最適化を行う。 

【平成25年度実績】 

・光に応答してバルクの相構造（固体と液体）を制御可

能な新材料に関しては、化学構造を変化させることに

より、従来のものと比べ一桁近く引張強度を向上させ

ることができた。光応答性 CNT 分散剤に関しては、

現像不要かつ水エッチングが可能な CNT のパターニ

ングに成功した。光応答性材料のアモルファス相発現

メカニズムを解明するために計算シミュレーションを

行ったところ、光二量体の拡散速度が深く関わってい

ることが示唆された。また、液晶基盤ゲルではシリカ

微粒子を用いることにより、従来よりも約二桁大きい

弾性率を達成した。 

 

【平成25年度計画】 

・ソフトアクチュエータ部材となるソフトゲルである導

電ゲルや化学振動ゲルの開発を、アクチュエーター特

性の測定、電気特性等の測定を通じ、進める。バイオ

ミネラリゼーション等の手法を用い、強度調整可能な

軟骨型部材の開発を行う。ソフト微細構造界面と液体、

コロイド、光との相互作用に基づく新機能開拓を行う。

異方性媒体のコロイド現象、界面電気現象等の解明に

取り組む。異方性ナノ粒子の応用化に向けた形状制御

技術の開発に取り組む。重水素標識発光錯体の合成を

検討し、新たに青、赤色の発光錯体を合成しその特性

を検討する。 

【平成25年度実績】 

・ソフトアクチュエータ部材として、温和な条件下での

自励振動ゲルの駆動に成功し、また、高分子ゲル素材

の高導電性化と物性・構造評価を行った。バイオミネ

ラリゼーション法により、新たに炭カル型およびシリ

カ型の強度可調軟骨部材を得た。ソフト微細構造界面

上の液晶を用いたキラルガス検出法を開発した。異方

性媒体のコロイド・界面電気現象等の解明に基づき電

気光学効果の発現を見出した。異方性ナノ粒子の長軸

長決定機構を解明した。フルカラーデバイス化の検討

に向け、青・赤色発光性の新たな重水素標識発光材料

の合成に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き、テクノロジーブリッジとしての役割を果た

し、各種材料系の開発に計測の分野から貢献する。特

に今年度は、平成24年度の成果をさらに進展する形で、

電圧印加その場電子顕微鏡観察、SFG や局所インピ

ーダンス計測等の各種計測技術を駆使して、有機デバ

イスの特性向上要因や駆動機構等の解明を目指す。 

【平成25年度実績】 

・新規導入した STEM-EDX による有機薄膜太陽電池の

薄膜断面構造の解析、電子ナノプローブによる高速元

素マッピングにより、従来困難であった有機層内部の

相分離構造の可視化と組成分布定量化に成功した。ま

た2色可変 SFG を用い、有機薄膜太陽電池の加熱に

よる膜構造の分子レベルの変化を明らかにした。薄膜

内でドナー性導電性高分子とアクセプター性フラーレ

ン誘導体がナノレベルで接合することにより高い変換

効率が生み出されるが、本技術によりその構造評価や

実用化デバイス開発の加速に繋がる成果が得られた。 

 

【平成25年度計画】 

・ソフトマテリアルを用いた新規デバイスとして着目さ

れているソフトアクチュエーターを目指したポリマー

系材料について、その構造及び応力・変形のメカニズ

ムを理論およびシミュレーションにより分子レベルか

ら明らかにし、分子鎖制御の観点から材料設計法とし

て提案を行い、ソフトマテリアルの階層的自己組織化

による構造形成と非平衡ダイナミクスに関する理解を

深める。 

【平成25年度実績】 

・ソフトアクチュエーター材料を目指した自励振動ゲル

について、その構造変化としての膨潤・収縮過程のダ

イナミクスと、その過程における応力変化について散

逸粒子動力学シミュレーションにより解析した。特に

応力については、溶媒・高分子間の相互作用をゆっく

り変化させることで、大きな応力が生み出されること

が明らかとなり、膨潤・収縮過程ができる限り平衡な

過程として進むような材料設計が重要であるとの提案

を行った。 

  

４-(1)-② 高付加価値ナノ粒子製造とその応用技術の

開発 

【第3期中期計画】 

・ナノ粒子の製造技術や機能及び構造計測技術の高度化

を図ることにより、省エネルギー電気化学応答性部材、

高性能プリンタブルデバイスインク、低環境負荷表面
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コ－ティング部材、高性能ナノコンポジット部材等の

高付加価値ナノ粒子応用部材を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・前年度のプルシアンブルー型錯体ナノ粒子の応用部材

開発を目指した成果を受け、さらなる吸着材の高性能

化や、使用後吸着材の管理法に関する研究を行う。焼

却灰除染については、実証試験を進め、効率的な灰除

染法の研究を進めると共に、原発内廃液や環境水等の

放射性セシウム汚染水に関する評価及び浄化法も研究

する。また、同材料の他用途への展開として、光学素

子等への展開も検討する。 

【平成25年度実績】 

・プルシアンブルー型錯体ナノ粒子内 Fe を Cu に置換

し、Cs 吸着容量を14倍向上させた。電気化学的に再

利用可能な Cs 吸着剤の開発に成功した。使用後の吸

着剤管理法として、加熱酸化による発熱リスク低減を

実現した。焼却灰除染は、ミゼットプラントレベルで

の実証試験を実施し、実用化への道筋をつけた。また、

環境水除染用途として、ため池からの放射性物質拡散

防止の実証、及び浄水場での放射性セシウムの評価、

除去技術も確立した。さらに同一材料を用い、1000回

を越えるサイクル耐性を持つ茶／黄色変化素子も開発

できた。 

 

【平成25年度計画】 

・シンプルでクリーンな機能性微粒子合成プロセスとし

て、レーザー、プラズマ、高温場等を利用したナノ～

サブマイクロメートル粒子合成技術の開発を進め、光

機能・触媒機能の実用材料としての評価及び実用化に

必要な合成効率の検証を行う。 

・高温高圧の水や有機溶媒、二酸化炭素などの高圧流体

を利用したナノ粒子およびナノ粒子複合材料を連続的

に製造する技術を確立し、実用的な部材製造技術とし

ての評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・粒径選択的な合成技術によって合成効率を向上し、複

数の微粒子原料混合溶液から複合酸化物サブマイクロ

メートル粒子を合成する液中レーザー溶融法を開発し

た。また、気相中熱酸化法によって、可視光光触媒等

の応用に重要な NiO ナノ粒子の構造制御技術を開発

した。 

・マイクロミキサーと高圧溶媒を用い、有機 EL 化合物

の円板状ナノ粒子を連続的に合成する技術を開発し、

デバイス化に必要な平滑な薄膜の作製に目途をつけた。

また、難燃性と通常の発泡体よりも高い断熱性を持つ、

複数の発泡ポリマーシリカナノコンポジットの作製に

成功した。 

 

 

４-(1)-③ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機

能部材の開発 

【第3期中期計画】 

・セラミックス、金属、ポリマー、シリコン等の異種材

料の接合及び融合化と適材配置により、従来比で無機

粉末量1/2、熱伝導率同等以上、耐劣化性付与の無機

複合プラスチック部材、ハイブリッドセンサ部材、数

ppm の検知下限で水素、メタン、一酸化炭素等をガ

スクロマトグラフなしで一度に計測可能なマルチセン

サ部材等の多機能部材を開発する。このために必要な

製造基盤技術として、ナノ構造を変えることなくナノ

からマクロにつなぐ異種材料のマルチスケール接合及

び融合化技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・開発した熱伝導性無機複合プラスチックを炭素繊維強

化プラスチックの母材樹脂として応用した場合の、熱

伝導性と樹脂劣化に関する相関性を検討する。マルチ

センサ部材に関しては、燃焼触媒の改良及び組合せに

より1ppm の検知下限で水素、メタン、一酸化炭素等

をガスクロマトグラフなしで一度に計測可能なマルチ

センサ部材開発を進める。また、有機-無機界面を利

用した無機ナノクリスタルの形態及び適材配置による

特性制御を進める。 

【平成25年度実績】 

・熱伝導性無機複合プラスチックを炭素繊維強化プラス

チックの母材として用いた場合、母材の熱伝導率が

0.6W/m・K 以上であれば樹脂へ熱を伝搬し、加熱工

程での母材の熱劣化抑制が可能であった。マルチセン

サ部材の燃焼触媒の改良及び集積化を進め、1ppm の

検知下限で水素、メタン、一酸化炭素等をガスクロマ

トグラフなしで同時計測可能なマルチセンサ部材を開

発した。有機界面活性剤を利用して形成した酸化物単

結晶ナノキューブの高次構造体であるスーパー結晶の

誘電率が既存薄膜材料より一桁向上し、単結晶に匹敵

することを示した。 

 

４-(1)-④ ナノ構造を利用した革新的デバイス材料の

開発 

【第3期中期計画】 

・ナノギャップ電極間で生じる不揮発性メモリ動作を基

に、ナノギャップ構造の最適化と高密度化により、既

存の不揮発性メモリを凌駕する性能（速度、集積度）

を実証する。また、ナノ構造に起因するエバネッセン

ト光-伝搬光変換技術を基に、ナノ構造の最適化によ

り、超高効率な赤色及び黄色発光ダイオード（光取出

し効率80%以上）を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・ナノギャップ電極によるメモリ動作に関しては、素子
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としての特徴を追求するため、高温環境下など耐環境

メモリとしての特性追及を行う。AlGaInP 系発光ダ

イオードについては、電流拡散構造やリッジ形状の最

適化、低屈折率膜を用いた二重干渉効果による光取出

し効率の上限値を見極める。また、ウェハーの熱融着

接合プロセスを確立し、電流拡散効果に優れた ITO
透明電極を用いて取出し効率の更なる向上を目指す。

また、GaN 系では平成24年度に開発したリッジ作製

技術を基に LED を試作する。 

【平成25年度実績】 

・ナノギャップ電極によるメモリ動作に関して、高集積

化に向けて原子層堆積装置による3nm 間隔の縦型ギ

ャップ構造作製法を確立（歩留まり95%以上）した。

AlGaInP 系赤色 LED について、ウェハー熱融着接合

プロセスを確立し、数ミクロンと厚い電流拡散層を有

する構造においても高いエバネッセント光結合効果を

得た。これより通常の平坦表面デバイスより3.8倍高

い光取出し効率（絶対値で推定70%）を得た。また、

GaN 系 LED でもリッジ構造 LED を試作し、微小円

錐台型 LED において2.2倍高い光取出し効率を達成

した。 

  

４-(1)-⑤ 材料、デバイス設計のための高予測性シミ

ュレーション技術の開発 

【第3期中期計画】 

・ナノスケールの現象を解明、利用することにより、新

材料及び新デバイスの創製、新プロセス探索等に貢献

するシミュレーション技術を開発する。このために、

大規模化、高速化のみならず、電子状態、非平衡過程、

自由エネルギー計算等における高精度化を達成して、

シミュレーションによる予測性を高める。 

 

【平成25年度計画】 

・磁性材料・超伝導材料・強誘電／圧電材料などを構成

する機能性物質では、しばしば電子相関がその特異物

性発現の鍵を握ることがある。これらの物質・材料の

研究・開発に必要な手法・プログラムの開発・整備を

進めながら、応用研究を進める。特に、磁石関連材料

を主たる研究対象の一つに据え、第一原理コード

QMAS の機能拡張を図り、結晶磁気異方性などの物

性値を求め、その支配因子を探る。加えて、GW 近

似、制限 RPA に基づいた高精度電子構造計算の手法

開発と、鉄系超伝導などの遷移金属化合物の物性解明

等を行なう。 

【平成25年度実績】 

・第一原理計算により希土類磁石 NdFe11TiN の磁気物

性値における窒化の影響を明らかにした他、

Nd2Fe14B において、スピン・軌道磁気モーメント

の評価、粒界のモデリングなどに着手した。各種水素

結合型強誘電体の自発分極を第一原理計算で予測し、

実際に合成した物質の性能改善の指針とした。制限

RPA による第一原理有効模型の導出において、自己

エネルギーを差し引いたバンド構造から出発する改良

法を開発し、鉄系超伝導体 FeSe における反強磁性の

不安定性と関連物質 FeTe の反強磁性の安定性を説明

した。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き、燃料電池の実用化及びリチウムイオン2次

電池の高耐久・高速動作・さらなる高容量化に向けて、

金属、半導体、及び酸化物／溶媒界面の電気化学反応、

溶媒中のイオン伝導などの解析を行う。特に、これら

の研究を支えるシミュレーション基盤の拡充を行う。

具体的には、従来必要だった非物理的な真空領域を必

要としない境界条件を導入し、有効遮蔽媒質法による

電気化学系のモデリングを高度化する。 

【平成25年度実績】 

・白金－水界面、シリコン-有機溶媒界面および酸化リ

チウム－イオン液体界面における水や溶媒の分解反応

やリチウムイオンの脱溶媒和を伴うイオン伝導の解析

を行い、実験から得ることが難しい微視的な電気化学

反応機構を解明した。また、有効遮蔽媒質法において

従来必要だった非物理的な真空領域の排除を可能とす

る方法（smooth-ESM 法）を開発し、より実験環境

に近い電気化学系のモデリングを可能にした。 

 

【平成25年度計画】 

・分子シミュレーション要素技術（モデリング技術、計

算精度向上技術等）の開発及び、熱マネジメント部材、

生体分子センサ、先端メモリ部材、分子触媒などへの

適用研究を行う。平成25年度はこれらの内、1)ハロゲ

ン結合などの弱い分子間相互作用の解析研究、2)触媒

反応機構のモデリング、3)抵抗変化型メモリなどナノ

エレクトロニクス用材料のモデリング研究、4)熱マネ

ジメント材料の最適設計シミュレーション研究の為の

基盤整備研究、5)タンパク質機能の分子シミュレーシ

ョン研究等を行う。 

【平成25年度実績】 

・中性分子間の弱いハロゲン結合と異なり、アニオンと

のハロゲン結合では極めて強い引力の働くことを明ら

かにした。新たなプロリノール系有機分子触媒の設計

指針確立に向け、触媒反応の不斉識別機構を解明した。

抵抗変化型メモリ用材料のアモルファス金属酸化物に

は金属の種類や金属と酸素の比率によらず共通の原子

配列があることを予測した。ナノ接合の熱電変換性能

を予測する第一原理シミュレータを開発し有機金属錯

体分子に適用した。酵素 ODCase の反応機構を詳細

に解析し、基質歪みが酵素活性に与える影響を定量的

に見積もった。 
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【平成25年度計画】 

・電子状態理論に基づく高効率数値計算コードの開発と

基礎理論の研究、それらを応用して平衡および非平衡

現象を理解し材料設計への応用を行う。また各種炭素

系ナノ構造の電気伝導特性及び光学特性の計算とそれ

による新たな機能や生成方法の予言および材料評価を

サポートする理論的研究を行い、バイオ・エレクトロ

ニクス・エネルギー材料の設計と開発を推進する。次

世代スパコンのためのコードの高速化技法などの開発

のため、NEC・東北大との共同研究を継続し、大規

模計算によるデモンストレーションも果たす。 

【平成25年度実績】 

・次世代スパコン向けに二段階超並列法（GDDI）を

QM/MM コードに実装し、高効率自由エネルギー平

均力場計算による溶液中 H2O2ダイナミクス計算の高

精度化を実証した。また、東北大・NEC との共同研

究による時間依存コード加速を達成し、分子の光化学

反応メカニズムの検証に応用した。エネルギー技術研

究部門と連携し、ダイヤモンド電界放出デバイスの性

能を決める因子の一つが、ダイヤモンド表面への化学

修飾によって引き起こされる電子のポテンシャル変調

であることを見出し、ダイヤモンドデバイス向け材料

設計指針を得た。 

 

【平成25年度計画】 

・ナノ構造・界面における理論・計算技術を構造の揺ら

ぎを適切に取り扱えるように向上させ、ナノ構造体・

有機デバイス材料の構造制御と光機能・電気機能の理

論的解明を行なう。誘電体の光学応答計算について検

討し、その定式化と解析プログラムの開発を行い、ブ

ルー相液晶セルの光学特性の解析等への適用を目指す。 

【平成25年度実績】 

・無機太陽電池に対する理論を拡張することにより、従

来指針が無かった有機薄膜太陽電池の光電変換効率の

理論的な限界を求めることに成功した。また、有機半

導体分子の構造について理論計算予測の検討を行い、

ルブレンの3つの結晶多形を再現した。周期的構造を

持つ有限の厚さの誘電体の光学応答計算の定式化を行

うことで、薄いブルー相液晶セルが示す秩序構造の光

学的性質の解析を行ない、秩序構造の対称性と透過／

反射光のプロファイルとの関係等を明らかにした。 

  

４-(2) ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 

（Ⅲ-２-(2)へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用

が可能なナノチューブや炭素系材料の開発を行うとと

もに、これらの材料を産業に結びつけるために必要な

技術の開発を行う。具体的には、カーボンナノチュー

ブ（CNT）の用途開発と大量合成及び精製技術の開

発を行う。また、グラフェンを用いたデバイスの実現

を目指して、高品質グラフェンの大量合成法の開発を

行う。有機ナノチュ－ブの合成法高度化と用途開発を

行う。パワーデバイスへの応用を目指して大型かつ単

結晶のダイヤモンドウェハ合成技術の開発を行う。 

  

４-(2)-① ナノチューブ系材料の創製とその実用化及

び産業化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・カーボンナノチューブ（CNT）の特性を活かした用

途開発を行うとともに産業応用を実現する上で重要な

低コスト大量生産技術（600g/日）や分離精製技術

（金属型、半導体型ともに、分離純度：95%以上；収

率：80%以上）等を開発し、キャパシタ、炭素繊維、

透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジスタ等へ応用す

る。また、ポストシリコンとして有望なグラフェンを

用いたデバイスを目指して、高品質グラフェンの大量

合成技術を開発する。さらに、有機ナノチューブ等の

合成法の高度化と用途開発を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・スーパーグロース法の商業プラント上市を実現するた

めに、実証プラントを運営し、用途開発企業に試料、

分散液、CNT 複合材料を提供する。用途開発を加速

するために、CNT の構造制御、および電気、熱伝導

特性を5倍以上向上させる結晶性改善処理工程の開発

を行う。CNT の複合化技術の開発を行い、銅と同等

の電気伝導性を有し、108A/cm2以上の耐電流密度を

有する CNT 銅複合材料を実現する。平面基板上で集

積化されたマイクロキャパシタの開発を行う。eDIPS
法で合成した単層 CNT のインクを用いてフイルムエ

レクトロニクスデバイスを開発し、移動度10cm2/Vs
以上とオンオフ比106以上の薄膜トランジスタの性能

を実現する。 

【平成25年度実績】 

・企業等に CNT 試料を40件以上、分散液、CNT 複合

材料を60件程度提供した。CNT の直径や層数等を最

適化し、CNT の熱伝導特性を従来の5倍以上向上させ

た。銅と同程度の導電率（室温で4.7×105S/cm）で、

6×108A/cm2以上の耐電流密度を有する CNT 銅複合

材料を開発した。平面基板上に集積化したマイクロキ

ャパシタの作製技術開発に成功した。eDIPS 法単層

CNT の分散液インクを用いた印刷製造技術により移

動度10cm2/Vs 以上とオンオフ比106以上の性能を有す

る薄膜トランジスタを実現した。 

 

【平成25年度計画】 

・CNT を近赤外蛍光ラベルあるいはプローブとして用

いた次世代医療臨床検査システムおよび体内患部イメ

ージングシステムを確立させる。さらに、CNT の内
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部空間にホウ素材を入れた次世代中性子線捕剤の作製

を試みる。また、生体との相互作用を明らかにし、ナ

ノチューブの安全性を確認する。将来的な国際標準化

を目指し、CNT 品質評価法や凝集状態評価法の開発

研究をおこなう。有機ナノチューブの合成法の高度化

では有機ナノチューブと異種材料の複合化技術を開発

する。そして複合化による用途開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・近赤外蛍光ラベル化 CNT を用いたイムノアッセイに

成功した。ナノカーボンに放射性元素を付加し、マウ

ス体内動態及び排泄過程のイメージング化に成功した。

中性子補足能を持つホウ素剤内包化 CNT の合成に成

功した。ナノチューブの安全性を動物実験における組

織検査及び血液検査により実証した。赤外吸収法を利

用した CNT 長さ評価法、電気的検知法による CNT
分散粒子の体積評価法を開発した。芳香族ホウ酸化合

物から成る有機－無機複合化ナノチューブを構築し、

湿度に応答してゲスト放出機能を有するナノカプセル

へ用途展開した。 

 

【平成25年度計画】 

1) マイクロ波プラズマ CVD のさらなる条件最適化、

基板表面処理技術、高性能ドーピング技術、高品質転

写技術などの開発により、静電容量タッチパネル等へ

の応用を目標に、グラフェン透明導電フィルムの性能

向上を図る。 

2) ナノ結晶ダイヤモンド薄膜を利用した用途開発(真

空用ギアの表面保護、SOD 基板、P 形透明導電膜、

等)を行う。 

【平成25年度実績】 

1) CVD のさらなる条件最適化、基板表面処理技術、

高性能ドーピング技術、高品質転写技術の高度化によ

りグラフェンの結晶サイズ向上（10→100nm）、電気

伝導性向上（移動度100→1000cm2/Vs）に成功した。 

2) ナノ結晶ダイヤモンド薄膜を利用したシリコンオン

ダイヤモンド（SOD）基板について、直接張り合わ

せによる作成のための表面調整法を開発した。さらに

P 形透明導電膜の作成法の確立、および真空用ギアの

表面保護コーティングを開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・単層 CNT を金属型と半導体型に高純度かつ大量に分

離する技術の確立に向けて、さらなる基盤技術開発を

行う。パイロットスケールカラム CNT 分離処理量の

最大化を目指し、カラムの大型化によるスループット

のさらなる向上のほか、分離後の大容量の CNT 分散

液を簡便かつ効率的に濃縮する手法を確立する。分離

原理解明に向け、分離した金属型･半導体型 CNT を

用いて特性解析を行う。分離 CNT を用いた高性能デ

バイスの基盤技術開発では、ドーピングにより得た p

型・n 型薄膜トランジスタを用い、CMOS 型論理回

路の動作を実証する。 

【平成25年度実績】 

・単層 CNT の金属型と半導体型の大量分離技術開発に

おいて、分離時の pH や溶質濃度により分離 CNT の

純度と収率の制御が可能となり、スループットを向上

した。分離純度95%、収率80%の中期計画目標を達成

した。その分離原理に関し、CNT 表面の界面活性剤

の密度変化がゲルへの吸着力に影響する事を見出した。

有機溶媒による効率的濃縮法を開発した。温度制御に

よる高純度単一構造半導体型単層 CNT の分離法を確

立した。ドーピングにより得た p 型・n 型薄膜単層

CNT トランジスタを組合せ、CMOS 型論理回路の動

作を実証した。 

 

４-(2)-② 単結晶ダイヤモンドの合成及び応用技術の

開発 

【第3期中期計画】 

・次世代パワーデバイス用ウェハ等への応用を目指して、

単結晶ダイヤモンドの成長技術及び結晶欠陥評価等の

技術を利用した低欠陥2インチ接合ウェハ製造技術を

開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・2インチウェハ製造技術を高度化する。具体的には低

欠陥結晶成長に向けた、種結晶の評価を行う。またダ

イヤモンド接合ウェハの低欠陥合成へ向けた研磨損傷

とその影響を評価する。 

【平成25年度実績】 

・X 線トポグラフィ等による評価により種結晶欠陥評価

を可能にし、選別することが可能になった。また研磨

損傷層の深さを同定し、結晶をコピー製造する条件の

一つを明確化した。 

 

４-(3) ナノエレクトロニクスのオープンイノベーショ

ンの推進 （Ⅲ-１-(3)へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・次世代産業の源泉であるナノエレクトロニクス技術に

よる高付加価値デバイスの効率的、効果的な技術開発

のために、つくばナノエレクトロニクス拠点を利用し

たオープンイノベーションを推進する。つくばナノエ

レクトロニクス拠点において、高性能、高機能なナノ

スケールの電子、光デバイスの開発を行うとともに、

最先端機器共用施設として外部からの利用制度を整備

することにより、産学官連携の共通プラットフォーム

としての活用を行う。 

 

４-(3)-① ナノスケールロジック・メモリデバイスの

研究開発 

【第3期中期計画】 
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・極微細 CMOS の電流駆動力向上やメモリの高速低電

圧化、集積可能性検証を対象に、構造、材料、プロセ

ス技術及び関連計測技術を体系的に開発する。これに

よって、産業界との連携を促進し、既存技術の様々な

基本的限界を打破できる新技術を5つ以上、創出する。 

 

【平成25年度計画】 

・不揮発性抵抗スイッチデバイスについて、メモリアレ

イレベルでオン・オフ電圧を3ボルト以下にするとと

もに、メモリ動作信頼性評価手法を開発する。 

【平成25年度実績】 

・不揮発性抵抗スイッチデバイスについて、メモリアレ

イレベルでオン・オフ電圧を3ボルト以下にすること

に成功した。また、ナノメートル領域での空間分解組

成分析手法により、メモリデバイス構造における酸素

分布を調べることで、メモリ動作信頼性評価が出来る

可能性を明らかにした。 

 

４-(3)-② ナノフォトニクスデバイスの研究開発 

【第3期中期計画】 

・LSI チップ間光インターコネクションにおいて

10Tbps/cm2以上の情報伝送密度を実現するために、

半導体ナノ構造作成技術を用いて、微小光デバイス、

光集積回路及び光、電子集積技術を開発する。また、

3次元光回路を実現するために、多層光配線、電子回

路との集積が可能なパッシブ及びアクティブ光デバイ

ス、それらの実装技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・半導体ナノ構造および有機・ポリマー材料を用いた微

小光デバイス、光・電子集積技術に関してそれぞれ以

下の技術を開発する。 

(1) 半導体ナノ構造を用いた微小光デバイス、光・電子

集積技術に関しては、SiN 系多波長光源チップを用

いた多波長発生の実証、及び発生帯域制御技術の開発

による低消費電力化を行う。半導体光集積技術に関し

ては、化合物半導体レーザと SiN 導波路の混載技術

の開発を行うと共にそれに適した低消費電力合物半導

体レーザの開発を行う。 

(2) 有機ポリマーアクティブデバイスとして、劣化の少

ない加工条件での有機 EL 共振器作製プロセスを開発

する。また、ポリマー系の活性層を用いた光増幅器の

開発を行う。 

【平成25年度実績】 

1) SiN 系多波長光源については外注試作による導波

路のパッケージ化、4光波混合の発生、その内製化に

より1µm 角程度の試作、最適構造設計手法の開発を

行なった。化合物半導体レーザに関しては省エネ化の

ためにトンネル接合を用いた素子上で電流狭窄構造の

最適化を行い、30Ω以下の低抵抗化を実現した。 

2) 有機ポリマーアクティブデバイスについては、微小

共振器効果による寄与の明確化と光導波路クラッド層

に色素結晶を導入できる湿式形成法を開発した。パッ

シブデバイスでは GI 導波路技術について検討し、印

刷による光導波路作製を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に開発した光電子システムを高度化し、

10Tbps/cm2の信号伝送密度を実証する。また、温度

無依存特性を特徴とする量子ドットレーザを光源集積

した光電子融合システムを作製、評価する。 

・3次元光回路においては、アモルファスシリコンを用

いた積層型方向性結合器を作製し、光信号の伝搬特性

を評価する。 

【平成25年度実績】 

・平成24年度に開発した光電子システムを高度化し、

30Tbps/cm2の信号伝送密度を実証した。また、温度

無依存特性を特徴とする量子ドットレーザを光源集積

した光電子融合システムを作製、評価し、12.5Gbps
のエラーフリー伝送と15Tbps/cm2の伝送密度を実証

した。 

・3次元光回路においては、方向性結合器よりも波長依

存性が小さく、広帯域で変換効率の高い層間信号トラ

ンスファーデバイスを試作、評価し、1.8dB の低損

失を実証した。 

  

４-(3)-③ オープンイノベーションプラットフォーム

の構築 

【第3期中期計画】 

・産業競争力強化と新産業技術創出に貢献するため、ナ

ノエレクトロニクス等の研究開発に必要な最先端機器

共用施設を整備し、産総研外部から利用可能な仕組み

を整えるとともに、コンサルティングや人材育成等も

含めた横断的かつ総合的支援制度を推進する。当該施

設の運転経費に対して10%以上の民間資金等外部資金

の導入を達成する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、産総研ナノプロセシング施設

（AIST-NPF）を窓口とした先端機器共用施設からな

るプラットフォームの拡充、整備を実施する。特に、

産総研外部機関への支援実施件数が年間で80件に到達

することを目指す。 

【平成25年度実績】 

・産総研ナノプロセシング施設（AIST-NPF）を窓口と

した、先端機器共用施設からなるプラットフォームを

拡充、整備した。研究支援インフラを産総研内外、産

学公の研究者に公開する拠点とネットワークを形成し、

コンサルティングや産業科学技術人材育成等も含めた

横断的かつ総合的支援制度を高度化した。より具体的



資 料 

(1102) 

 
 

 
 

には、電子システムを整備してユーザーのアクセシビ

リティを高め、80件を超える産総研外部機関への支援

件数を達成した。 

 

【平成25年度計画】 

・シリコンフォトニクス光集積回路プロセス基盤技術の

構築に関しては、技術研究組合光電子融合基盤技術研

究所と連携して、集積プロセスの高度化を進め、イン

ターコネクト用光集積回路の10Tbps/cm2の動作実証

を行う。 

・パッシブデバイス作製のための300mm ウエハを用い

たプロセスプラットフォームを構築する。 

【平成25年度実績】 

・シリコンフォトニクス光集積回路プロセス基盤技術の

構築に関しては、技術研究組合光電子融合基盤技術研

究所と連携して、集積プロセスの高度化を進め、イン

ターコネクト用光集積回路の30Tbps/cm2の動作実証

を行った。また、温度無依存特性を特徴とする量子ド

ットレーザを光源集積した光電子融合システムを作製、

評価し、12.5Gbps のエラーフリー伝送と15Tbps/cm2

の伝送密度を実証した。 

・パッシブデバイス作製のための300mm ウエハを用い

たプロセスプラットフォームを構築し、波長多重デバ

イスに必要な導波路構造均一性を実現した。 

 

５．産業の環境負荷低減技術の開発 

【第3期中期計画】 

・産業分野での省エネルギー、低環境負荷を実現するた

めには各産業の製造プロセス革新が必要である。その

ため、最小の資源かつ最小のエネルギー投入で高機能

材料、部材、モジュール等を製造する革新的製造技術

（ミニマルマニュファクチャリング）、化学品等の製

造プロセスにおける製造効率の向上、環境負荷物質排

出の極小化、分離プロセスの省エネルギー化を目指す

グリーンサステナブルケミストリー技術の開発を行う。

また従来の化学プロセスに比べ、高付加価値化合物の

効率的な生産が可能なバイオプロセス活用技術、小型、

高精度で省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械シ

ス テ ム （ Micro Electro Mechanical Systems ：

MEMS）の開発を行う。さらに、様々な産業活動に

伴い発生した環境負荷物質の低減及び修復に関する技

術の開発を行う。 

  

５-(1) 製造技術の低コスト化、高効率化、低環境負荷

の推進 

【第3期中期計画】 

・製造プロセスの省エネルギー、低環境負荷に貢献する

革新的製造技術であるミニマルマニュファクチャリン

グの開発を行う。具体的には、多品種変量生産に対応

できる低環境負荷型製造技術、セラミック部材と表面

加工技術を用いた省エネルギー製造技術及び希少資源

の使用量を少なくしたエネルギー部材とモジュールの

製造技術の開発を行う。また、高効率オンデマンド技

術の一つとして、炭素繊維等の難加工材料の加工が可

能となるレーザー加工技術の開発を行う。さらに、機

械やシステムの製品設計及び概念設計支援技術の開発

を行うとともに、ものづくり現場の技能の可視化等に

よる付加価値の高い製造技術の開発を行う。 

  

５-(1)-① 多品種変量生産に対応できる低環境負荷型

製造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・デバイス製造に要する資源及びエネルギー消費量を

30%削減するために、必要な時に必要な量だけの生産

が可能で、かつ多品種変量生産に対応できる製造基盤

技術を開発する。また、ナノ材料を超微粒子化、溶液

化し、それらを迅速に直接パターニングするオンデマ

ンド製造技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・レーザー援用 IJ や光 MOD 及びその融合によるオン

デマンド・リペアシステムにより微細導電パターン形

成等の歩留まり向上を検証する。オンデマンドアップ

グレードの提言に向け、AD 法で自動車部材用異種材

溶接ペースト層形成の検討、温間スピニング技術では、

適用材料種を広げ、多自由度オンデマンド成形技術の

基礎検討を行う。高付加価値製品・低環境負荷製造を

目指し、高速積層成型プロセス、薄肉複雑形状鋳造プ

ロセス、生産プロセス制御のためのヒューマンインタ

ーフェイス等オンデマンドプロトタイピング技術の基

礎検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・光 MOD では、フィルム基板上の蛍光体膜の大幅な特

性向上を実現した。レーザー援用 IJ では、液滴固化

シミュレーションにより製品歩留まり向上の指針を得

た。異種材溶接では、直接溶融接合困難なチタン／

鉄・溶接で母材強度相当の接合強度を得た。温間5軸

スピニング加工ではステンレス薄肉管の異形形状成形

条件を、積層成型プロセスでは密度99%以上の成型条

件を明らかにした。複雑形状鋳型製造に向けた積層造

型プロセスでは、高速化、異種材料複合成形と鋳造プ

ロセス制御のためのヒューマンインターフェイスの課

題抽出を完了した。 

 

【平成25年度計画】 

・酸化物半導体などのインクを用いたパターニング技術

と、デバイス作製への適用を試み、焼成時間600秒以

内で、移動度1cm2/Vs を発現する酸化物薄膜の作製を

実現する。 

・有版印刷法による微細パターンの膜厚制御法の開発を
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試み、高精度なパターニング技術の確立を目指す。 

・高効率印刷技術や無電解めっきパターニング技術の検

討を進め、装置とプロセス技術の開発をおこなう。 

・親撥パターンの可視化技術に基づく表面エネルギー制

御法の確立を目指す。 

【平成25年度実績】 

・酸化物半導体インクの調製法による粘度調整法を開発

し、スクリーン印刷によるパターニングが可能なイン

クに改良することに成功した。 

・焼成時間180秒以下で薄膜形成が可能な酸化物半導体

インクを開発した。しかしながら、移動度は0.03cm2

ウと、目標を達成するに至らなかった。  

・1µm 幅の細線パターンで、膜厚ムラが10%以下とな

る高解像度高均質配線パターン印刷形成技術を開発し

た。  

・マイクロコンタクトプリント法と無電解めっき法を組

み合わせた金属細線の印刷形成技術を開発し、5～

300µm までのワイドレンジパターニングを実現した。  

・コロイドプローブ SPM 法により、親撥パターンの可

視化ならびに印刷パターンの弾性率の評価を実現する

測定評価技術を開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・実用ミニマル装置（塗布、現像、露光、加熱炉、化学

機械研磨、洗浄）の商用機を開発する。 

・CVD については、ミニマル装置化へ向けた省ガスプ

ロセス開発を行う。 

・プラズマエッチングとプラズマスパッタについては、

ミニマル筐体に収まる実動機を開発する。 

・ミニマルファクトリー技術（局所クリーン化搬送系、

ミニマルシャトル、装置制御システムなど）の実用化

と仕様の共通化を図る。 

【平成25年度実績】 

・実用ミニマル装置（塗布、現像、露光、加熱炉、化学

機械研磨、洗浄）の商用機を開発し、実際に一部の装

置は今年度内に販売された。 

・CVD については、ミニマル装置化へ向けた反応炉内

の気流制御による省ガスプロセス開発を行った 

・プラズマエッチングとプラズマスパッタについては、

プラズマ電源と冷却器、ウェハ搬送ユニット、リアク

ターの小型化を行い、ミニマル筐体に収まる実動機を

開発した。 

・ミニマルファクトリー技術（局所クリーン化搬送系、

ミニマルシャトル、装置制御システムなど）の実用化

と仕様の共通化を進めた。 

  

 

５-(1)-② 高性能セラミック部材と表面加工技術を用

いた省エネルギー製造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・製造産業における生産からリサイクルに至るプロセス

全体の省エネルギー化を図るために、断熱性等の機能

を2倍以上とした革新的セラミック部材等の製造技術、

及び機器及びシステムの摩擦損失を20%以上低減させ

る表面加工技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・焼成炉用等の断熱材の高温断熱性能向上のため、高気

孔率多孔質材（気孔率90%以上）の高温での輻射や伝

熱を抑制できる気孔形態制御技術を検討する。高性能

断熱中空ユニットや容器を高温域での熱マネジメント

用部材として展開することを目指し、熱マネジメント

システムとそれに必要な材料や部材の特性について調

査を行う。摩擦低減化技術開発においては、基板のマ

イクロパターンの最適化のため、ストライプもしくは

ランダム構造を有するナノパターンの形成を試みると

共に、円筒内壁へ形成したナノストライプ構造の摩擦

特性評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・高気孔率多孔質材（気孔率90%以上）において、高温

での輻射や伝熱を抑制する気孔形態を設計しモデル部

材でその形態制御に成功した。高温域での熱マネジメ

ント用部材として700℃での溶融塩蓄熱容器を想定し

た素材探索をおこない、アルミナが適用可能であるこ

とを見いだした。摩擦低減化技術開発においては、ミ

クロレベルのランダムな構造上への積層成膜により摺

動表面に良好なナノパターンを形成することに成功し

た。また、円筒内壁ナノストライプの耐久性評価を実

施し、さらなる密着性の向上を必要とすることが明ら

かとなった。 

  

５-(1)-③ 資源生産性を考慮したエネルギー部材とモ

ジュールの製造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・固体酸化物形燃料電池や蓄電池用の高性能材料、部材

及びモジュールを創製するため、希少資源の使用量を

少なくし、従来に比べて1/2以下の体積や重量で同等

以上の性能を実現する高度集積化製造技術や高スルー

プット製造技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・電気化学セル間等の接続技術やガスシール技術の高度

化により、低温域で発電・電解のリバーシブル作動が

可能な高付加価値ハイブリット形電気化学モジュール

等の製造技術を開発する。また、高電位チタン酸化物

系負極部材をはじめとする高容量電極材料の特性改善

を行うと共に、新規固体電解質材料、常温付近で高速

で作動する全固体型蓄電池技術等を開発する。さらに、

MOD 法超電導薄膜製膜デバイスにおける臨界電流密

度（Jc）や膜厚向上技術等を検討すると共に、AD 法
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を用いた色素増感太陽電池の光電変換性能向上を図る。 

【平成25年度実績】 

・マイクロ燃料電池等の接続技術として、ガスシール性

を有し接続抵抗値を0.5Ω以下に抑えるセラミック集

電シール接続技術を開発し、従来の金属集電に代わる

モジュール化技術を見出した。また、高電位チタン酸

化物系負極材料の特性改善を行い、250mAh/g までの

高容量化に成功した。常温でのイオン伝導性が高い反

面、焼結性に課題があったガーネット系酸化物電解質

のシート化技術を開発し、蓄電池作製への応用を進め

た。AD 法により、世界トップクラス（変換効率

8%）となる樹脂フィルム上への色素増感太陽電池作

製に成功した。 

 

５-(1)-④ レーザー加工による製造の高効率化 

【第3期中期計画】 

・自動車製造工程等に適用できるタクトタイム1分以内

を実現する炭素繊維強化複合材料等のレーザー加工技

術の開発、及び従来のフォトリソグラフフィー法等の

微細加工技術に比較して30%以上の省工程・省部品化

処理が可能なオンデマンド加工技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・炭素繊維強化複合材料の高品位、高速のレーザー加工

技術に関して、切断プロセス制御因子の最適化作業を

さらに進め、タクトタイム1分に相当する6m/分の加

工速度実現に向けた詳細検討を行うとともに、レーザ

ーオンデマンド加工法の適用範囲を広げるために、液

膜レーザー反応法等を駆使した先端薄膜材料に対する

微細加工の省工程・省部品化処理技術の研究開発を行

う。 

【平成25年度実績】 

・炭素繊維強化複合材料の高品位、高速のレーザー加工

技術に関して、切断プロセス制御因子の制御の最適化

並びに高出力レーザー装置を使用することで、3mm
厚試料に対して目標に近づく最高4m/分の加工速度を

実証することができた。また、レーザーオンデマンド

加工の一つとして、CIGS 薄膜太陽電池の電池性能劣

化を抑制できるレーザースクライブ手法を開発し、さ

らに液膜レーザー反応法に関する微細加工の省工程・

省部品化処理技術の開発について検討を開始した。 

 

５-(1)-⑤ 製造分野における製品設計・概念設計支援

技術の開発 

【第3期中期計画】 

・機械やシステムの基本設計に必要とされる候補材料の

加工に対する信頼性、機械寿命、リサイクル性を予測

するために、実際の運用を想定した評価試験と計算工

学手法を融合したトータルデザイン支援技術を開発す

る。企業における有効事例を3業種以上構築する。 

【平成25年度計画】 

・前年度に開発した上流設計フレームワークおよびその

構成ツールをさらに高度化するとともに、事例を通じ

てツールの有効性を検証する。具体的には、デザイ

ン・ブレイン・マッピングツールの適用事例として、

部品点数の多い複雑な製品（宇宙機器）へ適用し、上

流設計における意思決定過程の表現方法として不足機

能がないか検証する。一方、材料・製造プロセスの知

見を上流設計において活用するための方法論について

は、モータ構成材料である電磁鋼板を取り上げ、分野

横断的な知見を集約することの意義を検証する。 

【平成25年度実績】 

・デザイン・ブレイン・マッピングツール（DBM）を

宇宙機器とモータ構成部材の電磁鋼板に適用し、ツー

ル機能の有効性の検証を行った。前者においては、設

計開発履歴文章や関連データから一連の意思決定を抽

出することに成功し、DBM が上流設計過程の記録・

表現ツールとして有効であることを確認した。後者に

おいては、材料・部材・完成品の各レベルでの計測デ

ータや計算モデルを DBM 上で接続するソフトを開発

することに成功し、DBM が分野横断的な知見の集約

からの知識獲得や設計開発マネジメントにも有効であ

ることを見出した。 

 

５-(1)-⑥ 現場の可視化による付加価値の高い製造技

術の開発 

【第3期中期計画】 

・製造プロセスの高度化及びそれを支える技能を継承す

るために、ものづくり現場の技能を可視化する技術、

利便性の高い製造情報の共有技術、高効率かつ低環境

負荷な加工技術を開発する。成果を企業に導入し、顕

著な効果がある事例を50件構築する。 

 

【平成25年度計画】 

・MZ プラットフォームの Web アプリケーション開発

機能を拡充し、正式版として公開する。加工技術に関

わる研究成果のデータベース化、テンプレート化によ

ってデータ・ツールの拡充を進めるとともにオープン

化に向けての調整・準備を行う。公設研や工業会、技

術移転先企業等と連携してセミナーや講習会を開催し、

ものづくり支援ツール及びそれらをベースとしたツー

ルの企業への導入を進める。また、ツール利用者相互

の情報交換を促進するため、Web を始めとする情報

インフラの整備と組織体制の整備を行う。 

【平成25年度実績】 

・Web セッション管理および画面遷移に関わる課題を

解決した結果、平成25年6月リリースの MZ プラット

フォーム Ver.3.0より、Web アプリケーション開発

機能を正式版として公開することができた。MZ プラ

ットフォーム版加工テンプレートの仕様検討を行い、
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試作版を作成した。公設研との共催でセミナーおよび

講習会を開催したほか、地域のソフトウェア協同組合

によるものづくり支援ツール関連事業の立ち上げに着

手した。また、ツール利用者向けの新版 Web ページ

を作成し、所内での試験運用を開始した。 

 

５-(2) グリーンサステナブルケミストリーの推進 

【第3期中期計画】 

 各種産業の基幹となる高付加価値化学品等の持続的な

生産、供給を実現するため、製造効率の向上、環境負

荷物質排出の極小化、分離プロセスの省エネルギー化

等を実現するプロセス技術の開発を行う。具体的には、

精密合成技術、膜分離技術、ナノ空孔技術、マイクロ

リアクター技術、特異的反応場利用技術等の開発を行

う。 

  

５-(2)-① 環境負荷物質の排出を極小化する反応、プ

ロセス技術 

【第3期中期計画】 

・酸化技術、触媒技術、錯体・ヘテロ原子技術、ナノ空

孔技術、電磁波技術等を用いることにより環境負荷物

質排出を極小化し、機能性高分子材料、電子材料、医

農薬中間体、フッ素材料等を合成するプロセス技術を

開発する。特に、反応率80%以上、選択率90%以上で

目的製品を得ることができる過酸化水素酸化プロセス

技術を開発する。また、触媒開発においては、触媒の

使用原単位を現行製造法の20%以下にする技術を開発

する。 

 

【平成25年度計画】 

・過酸化水素酸化プロセス技術開発について、高機能電

子材料原料であるグリシジルエーテル誘導体を反応率

80%、選択率90%で合成するプロセス開発を行う。イ

リジウム原料として酢酸イリジウムを用いる有機 EL
燐光材料の合成法について、従来の青色から緑色燐光

材料への適用を検討する。また、高機能有機ケイ素部

材用触媒開発について、水素を用いずに非対称シロキ

サン構造を非水条件で形成する触媒技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・過酸化水素酸化に関する新規触媒を検討することによ

り、これまでよりも効率的なプロセスを開発し、グリ

シジルエーテル誘導体の合成法として反応率90%、選

択率90%を達成した。酢酸イリジウムを用いる有機

EL 緑色燐光材料の合成法を検討し、緑色燐光材料で

ある1,2,4-トリアゾール錯体を収率60%で合成するこ

とに成功した。また、高機能有機ケイ素部材用触媒開

発について、水素を用いずに非対称シロキサン構造を

非水条件で形成する触媒反応を見出した。 

 

 

【平成25年度計画】 

・新たなポリマー型配位子を開発し、これを用いて触媒

の固定化を試み、廉価金属触媒を用いる機能性リン類

の2000トン／年程度の製造プロセスを開発する。また、

光学活性リン類を大量に製造する方法の開発や光学リ

ン類を用いる新規不斉合成反応の開発を行う。さらに、

ヘテロ原子の特性を活かす機能性電子材料の開発を行

う。 

【平成25年度実績】 

・ホスフィン化合物を化学結合で高分子の骨格に固定さ

せることにより、新しいポリマー型リン配位子を開発

した。このポリマー型リン配位子にニッケル錯体を作

用させたところ、ポリマー型ニッケル触媒が高収率で

得られた。得られた触媒は、付加反応に高い触媒活性

を示し、2000トン／年製造プロセスへの適用可能性を

示唆した。一方、リン上に光学活性中心を持つ P
（O）H 化合物が、塩基性条件下で異性化により不斉

合成できることを見出した。また、ビニルリン化合物

が Li 二次電池の高温安定性向上に有効であることを

見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・遷移金属錯体などの均一系触媒をデンドリマーやシリ

カに固定化することで、触媒のリサイクル性や触媒活

性の向上を図り、二酸化炭素などの小分子の付加反応

による各種ヘテロ環化合物の合成プロセスにおける触

媒の使用原単位を従来比25%以下にする。 

【平成25年度実績】 

・水中での二酸化炭素を用いたプロパルギルアミンのカ

ルボキシル化－環化反応による2-オキサゾリジノン合

成において、最外層にポリエチレングリコール鎖を導

入した両親媒性デンドリマー支持体に含窒素複素環カ

ルベン－金錯体を固定化した触媒を用いたところ、両

親媒性化に伴う触媒活性の向上により従来触媒に比べ

て触媒使用量の低減及び触媒の再利用が可能となり、

触媒の使用原単位を従来比で25%以下にすることに成

功した。 

 

【平成25年度計画】 

・フッ素系発泡剤やエッチング剤等の製造における触媒

反応等の効率化を図るとともに、他のフッ素材料合成

への応用を検討する。新たな冷媒の開発に向け、候補

化合物の大気寿命評価に必要な OH ラジカルの反応

速度を測定し、温度依存性を明らかにするとともに、

分解生成物の解析を行う。混合系冷媒について、既存

の不燃性冷媒も含め、様々な温湿度条件における燃焼

性評価とこれらの熱分解生成物の評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・フッ素系発泡剤等の製造について、金属フッ化物触媒

等を活用した新規合成ルートを用いて反応を高効率化
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するとともに、他のフッ素材料合成への応用として高

温ヒートポンプ用冷媒の開発に着手した。新たな冷媒

の開発に関しては、5つの候補化合物について OH ラ

ジカル反応速度の温度依存性を確認し、それに基づく

大気寿命評価と分解生成物解析を行った。混合系冷媒

の燃焼性評価については、R-1234yf 等混合系の燃焼

限界の湿度依存性評価等を行った。さらに、新規冷媒

の熱安定性評価について流通法による熱分解挙動を解

明した。 

 

【平成25年度計画】 

・機能性高分子材料や電子材料等について、複数のモデ

ル化合物を対象として化学材料評価手法の開発を行う。

耐久性評価においては、酸化技術や大気化学技術等の

知見を取り入れた独自の加速劣化試験法の開発を目指

し、劣化活性種の検出や耐久性指標の検討を行う。材

料評価においては、モデル化合物を用いて劣化材料の

一次構造及び高次構造評価を行い、劣化機構の提案を

試みる。素材開発においては、耐久性評価及び材料評

価結果を反映した設計指針の検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・耐久性評価においては、有機薄膜太陽電池の p 型半

導体モデル材料のポリチオフェンについて、酸素活性

種による低分子量化を指標とした加速劣化試験法を考

案した。材料評価においては、MALDI-TOFMS 法等

によりポリチオフェンの劣化構造に関する知見を得た。

また陽電子消滅法等により、PET フィルムに関する

分子鎖切断による結晶化や非晶分子間相互作用を含む

新たな劣化機構を提案した。素材開発においては、有

機半導体界面構造の安定性を制御しうる新規材料を提

案し、有機薄膜太陽電池の耐久性向上に向けた検証を

開始した。 

  

５-(2)-② 化学プロセスの省エネルギー化を可能とす

る分離技術 

【第3期中期計画】 

・化学プロセスの省エネルギー化の実現に資する膜分離、

吸着分離等の技術を開発する。具体的には、膜性能の

向上、膜モジュール技術の開発、膜分離プロセスの設

計を進めることにより、蒸留等を用いた現行プロセス

の消費エネルギーを50%削減できる膜分離技術を開発

する。また、ナノ多孔質材料の細孔表面の修飾や有機

材料等との複合化、細孔の配向性制御、吸着特性評価

等の技術を開発し、従来比25%以上の省エネルギー化

が可能な産業分野用吸着分離プロセスを開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・分子ふるい炭素膜による化学原料の脱水精製について、

実験で得られた結果をもとに分離精製プロセスのシミ

ュレーションを行い、所要エネルギーや分離性能等を

試算する。さらに、従来の蒸留法による分離精製プロ

セスと比較検討することにより、膜分離プロセスの利

点を明らかにする。また、新規膜素材として金属有機

構造体に着目し、これを活かした分離膜を作製する際

の重要因子を抽出し、低分子ガスに対する分離性能向

上の指針を得る。 

【平成25年度実績】 

・イソプロパノールの脱水で優れた性能を示した分子ふ

るい炭素膜の実験結果をもとに、イソプロパノール製

造プロセスのシミュレーションを行ったところ、膜の

分離係数は100000以上で分離精製に必要なエネルギー

は0.1MJ/kg との結果が得られ、従来の蒸留法と比較

すると90%以上のエネルギー削減が達成可能であるこ

とが明らかになった。また、新規膜素材である金属有

機構造体を用いた分離膜の作製について、原料溶液濃

度と濃度比が低分子ガスの分離性能向上における重要

因子であることを明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・水蒸気吸着剤については、泳動電着法によるローター

形成手法の高度化や細孔表面の親水性／疎水性等の評

価に取り組む。また吸脱着速度の検討を行い、実プロ

セスでの吸着剤利用割合を検討する。ほう素吸着剤に

ついては、流通式吸着プロセスでの実用性評価を行い、

ベンチスケールでほう素除去プロセスの評価を行う。

また、溶剤回収における脱水について、既存の蒸留と

吸着をハイブリッド化したプロセスの省エネ性につい

て検討する。 

【平成25年度実績】 

・水蒸気吸着剤の泳動電着法によるローター形成手法の

高度化では、吸脱着速度と吸着剤利用割合が従来法よ

りも増加することを示した。細孔表面特性については、

低い相対圧からの吸着等温線測定が親水性／疎水性評

価に有効であることを示した。ほう素吸着剤は、流通

式プロセスの評価から従来比2倍以上の性能となるこ

とがわかったため、ベンチスケール評価は行わず実プ

ロセスの概念設計を行った。溶剤回収プロセスについ

ては、蒸留と吸着のハイブリッドプロセスの省エネ性

を試算し、従来比で40%以上の省エネが可能なことを

明らかにした。 

  

５-(2)-③ コンパクトな化学プロセスを実現する技術 

【第3期中期計画】 

・高温高圧エンジニアリング技術、マイクロリアクター

技術、膜技術、特異的反応場利用技術等を用い、有機

溶媒の使用を抑制したプロセスや、適量分散型で短時

間に物質を製造できるプロセス技術を開発する。特に、

機能性化学品を合成する水素化反応において、有機溶

媒を用いず、従来法に比べ150%以上の反応効率を達

成する。 
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【平成25年度計画】 

・フラン類の水素化反応によって香料原料や樹脂原料を

合成するため、水、二酸化炭素ならびに高活性触媒を

用いることにより、フルフラールの水素化触媒反応プ

ロセスにおいて、有機溶媒を用いずに従来法に比較し

て150%以上の反応速度を達成する水素化触媒反応系

を開発する。 

【平成25年度実績】 

・環境負荷を低減する特異的反応場利用技術として、有

機溶媒の代わりに水と二酸化炭素を溶媒として利用し

た高性能の触媒反応系を構築した。実例としてフルフ

ラールの水素化触媒反応プロセスを開発し、従来法に

比較して160%の水素化反応速度を達成し、樹脂原料

や香料原料等に利用されるテトラヒドロフルフリルア

ルコールを選択的に合成することに成功した。 

 

５-(3) バイオプロセス活用による高効率な高品質物質

の生産技術 

【第3期中期計画】 

・微生物や酵素を利用したバイオプロセスは、化学プロ

セスに比べて反応の選択性が極めて高く、高付加価値

化合物の効率的な生産が可能である。バイオプロセス

の広範な活用とバイオものづくり研究の展開のため、

微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明、生体高分

子の高機能化とバイオプロセスの高度化技術、設計技

術及び遺伝子組換え植物の作出技術の開発と密閉式遺

伝子組み換え植物生産システムの実用化を行う。 

  

５-(3)-① 微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明 

（Ⅰ-３-(1)-②へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・未知微生物等の遺伝資源や環境ゲノム情報、機能の高

度な解析により、バイオ変換において従来にない特徴

を有する有用な酵素遺伝子を10種以上取得する等、酵

素、微生物を用いた実用的な高効率変換基盤技術を開

発する。 

 

【平成25年度計画】 

・変異16S rRNA を保持した変異大腸菌ライブラリーの

規模の拡大を行う。昨年度に引き続き、レポーター遺

伝子の発現向上をもたらす16S rRNA の取得と体系化

を図る。その他にも、有機溶媒耐性や生育温度依存性

の変化した株など、様々な表現型変化をもたらす16S 
rRNA を分離する。 

【平成25年度実績】 

・GFP をレポーターとした16S rRNA 変異型大腸菌ラ

イブラリーをスクリーニングし、野生型大腸菌では発

現効率が低い塩基配列を有する GFP の発現向上を促

す16S rRNA 配列を取得した。また、環境 DNA の多

様化により、大腸菌16S rRNA の遺伝子欠損を相補す

る外来16S rRNA 遺伝子の相補域をδ-プロテオバク

テリア由来16S rRNA にまで拡大可能であることを見

出した。さらに、37℃での生育に優れた変異株や45℃

での生育に優れた変異株も同定し、それぞれの16S 
rRNA 遺伝子配列を決定した。 

 

【平成25年度計画】 

・酵母による機能性脂質生産系において、酵素活性の高

い N 末端欠失 DGA1を発現させて脂質含量を増加で

きる株の探索・解析を行う。高度不飽和脂肪酸生合成

系の律速段階のΔ6不飽和化の生産性向上に適した界

面活性剤の選択を行うとともに、機能性脂質リシノー

ル酸等の脂肪酸の生産に関与する新たな因子の開発を

行う。また、グリセロール誘導体から得られたケテン

アセタールモノマー（2-メチレン-1,3-ジオキサン-5-

オン）のラジカル重合を検討し、植物繊維との親和性

に関与するイタコン酸誘導体の化学構造因子を解明す

る。 

【平成25年度実績】 

・変異 DGA1を酵母 dga1破壊株に発現させ、脂質含量

45%の高い脂質蓄積性株を得ることに成功した。また、

Δ6不飽和化の生産性向上に、界面活性剤 Tergitol 
NP-40と Tween60が適していること、酵母 TG lipase
の破壊により脂質含量とリシノール酸生産量が増大す

ることを見出した。さらに、2-メチレン-1,3-ジオキ

サン-5-オンをラジカル開始剤と加熱すると、重合し

てポリエステルケトンが生成すること、中程度の側鎖

長をもつポリイタコン酸エステルが植物繊維複合材に

適することを見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・新たな微生物由来の有用因子探索を目的として、水生

植物根圏に生息する未知微生物群を探索し、これらの

微生物群の根圏付着特性ならびに水生植物に対する生

育増進効果ならびに生育促進因子について解析する。 

【平成25年度実績】 

・多様な水性植物から新しい根圏微生物を100株以上取

得しライブラリー化した。また世界で1例しか報告の

無い「水生植物の成長を促進する根圏微生物

（ PGPR ） 」を 探 索し 、門 レ ベル の新 規 細菌

Armatimonas rosea が新規 PGPR であることを明ら

かにした。さらに、既報の微生物よりも成長促進効果

の高い新規 PGPR を3株取得し、これらの PGPR が

成長促進効果だけでなくクロロフィル含有量を増大さ

せる効果があることも明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に同定された、微細藻類遺伝子群の機能を

元に、トリグリセリド代謝経路・合成経酵素遺伝子群

の抽出を行う。さらに、抽出した遺伝子群がコードす
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る酵素群のトリグリセリド代謝・合成経路上での位置

を明らかにし、オイル蓄積に関与する遺伝子群を推定

する。 

【平成25年度実績】 

・RNA-seq データの GSEA 解析により、海洋微細藻類

において特異的に発現が上昇している遺伝子群を同定

し、グルコースからトリグリセリド生合成のパスウェ

イの推定を行った。推定されたパスウェイは既存の

DB では登録されていないものの、データの精密解析

により明らかになった。また、全ゲノム解析と発現解

析を組み合わせ、海洋微細藻類の代謝経路全体におい

て活性化している部分の推定を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・有用微生物を利用した効率的な物質生産システムの構

築を目指し、次世代シークエンサーで産出されるゲノ

ム配列の解析基盤技術を開発する。様々な微生物ゲノ

ムに対して汎用的に応用できるアセンブリパイプライ

ンや遺伝子自動アノテーションシステム等の開発を行

う。 

【平成25年度実績】 

・昨年度に引き続き、ゲノム配列の解析基盤技術の開発

を行いつつ、企業との共同研究により、醤油麹 A. 
sojae のゲノム解析を行った。次世代シークエンサー

による全ゲノムシークエンスと RNA-seq 解析結果を

用いて解析を実施し、醤油麹のゲノム構造を従来より

も大幅に高い精度で解明することに成功した。この成

果について、ゲノムデータベースを構築して公開する

準備を開始した。 

 

【平成25年度計画】 

・低温適応微生物の利用および共生系微生物の機能解析

を行う。 

1) 南極産菌類を用いて室内実験の結果を踏まえ、安価

な大量培養法によって菌を大量に調整し、現場の排水

処理設備へ適用する。 

2) 動物腸内における微生物叢の群集構造解析とその機

能を明らかにする。特に、害虫の農薬耐性化を引き起

こす腸内微生物がどのような分子メカニズムで害虫に

感染するのかを明らかにする。 

【平成25年度実績】 

1) 南極産菌類を安価な大量培養法によって大量に調整

し、現場の排水処理設備へ適用したところ、投入4お

よび8ヶ月後に生残が確認され、夏場の比較的高い温

度下においても生残性があることが分かった。 

2) ホソヘリカメムシおよび魚類のモデル系であるメダ

カの腸内細菌叢を調査し、その実態を明らかにした。

カメムシ共生細菌のポリエステル合成機能が共生に重

要な役割を果たすことを明らかにした。害虫に農薬抵

抗性を賦与する共生細菌のゲノムを解読した。 

【平成25年度計画】 

・共生細菌 Burkholderia による殺虫剤耐性の獲得機構

を明らかにするために、殺虫剤分解性および非分解性

の複数の細菌株のゲノム解析をおこなう。ゾウムシ類

の共生細菌 Nardonella の機能解析をすすめ、特にチ

ロシンの合成および宿主への供給に関わる生物機能を

解明する。 

【平成25年度実績】 

・ホソヘリカメムシ共生細菌 Burkholderia の全ゲノム

塩 基 配 列 を 決 定 し た 。 ホ ソ ヘ リ カ メ ム シ －

Burkholderia 共生系の分子機構に関して ポリエステ

ル合成の関与などを明らかにした。クロカタゾウムシ

の人工飼料飼育系を駆使した生理実験を推進した。 

 

５-(3)-② 生体高分子や生体システムの高機能化によ

るバイオプロセスの高度化（Ⅰ-３-(1)-③へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・バイオプロセスに有用な生体高分子の高機能化を行う

とともに、生物情報解析技術や培養、代謝工学を利用

して、機能性タンパク質、化学原料物質としての低分

子化合物等を、従来よりも高品質で効率よく生産する

プロセス技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、培養条件を変更してトランス

クリプトーム解析を行うとともに、糖鎖関連遺伝子を

導入した酵母の遺伝子プロファイルを検討し、糖鎖の

合成経路の改変を進める。また、植物の糖鎖関連遺伝

子のクローニングを行い、有用物質の生産や in vitro
での修飾への活用を検討する。 

【平成25年度実績】 

・メタノール資化性酵母において、メタノール誘導時に

変動する遺伝子のトランスクリプトーム解析を行ない、

タンパク質の発現向上に関与すると考えられる遺伝子

候補の抽出を行なった。またマンノシダーゼ遺伝子を

発現した酵母の遺伝子プロファイルを検討し、糖鎖の

合成経路の改変に有用と考えられる遺伝子候補を同定

した。植物の糖鎖関連遺伝子については、候補遺伝子

を発現する植物を入手することが困難であったため、

他大学と協力して遺伝子を探索することとした。 

 

【平成25年度計画】 

・脂肪酸などの産業上有用な炭化水素系化合物について、

優れた性質を有する他の生物種を代謝工学的に解析す

る。この結果を利用して、これらの優れた性質を人為

的に脂肪酸の生産性を向上させた麹菌に付与すること

等により、生産性の更なる向上を実現する。麹菌の人

為的な遺伝子の高度利用に関して、目的とする条件に

おける高強度発現を実現するための基盤技術を開発す

る。 
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【平成25年度実績】 

・細胞内に脂質を蓄積することが知られている糸状菌種

について、ゲノム上の遺伝子構成や発現解析によるネ

ットワーク推定などによって、脂肪酸などの脂質の高

生産性に重要と考えられる遺伝子を予測した。また、

麹菌で生産性が向上した変異株および酵母の脂肪酸を

分泌する変異株の遺伝子発現解析を実施した。これら

の知見に基づいて数十個の麹菌遺伝子を改変した変異

株ライブラリを作製した。また、細胞内に蓄積された

脂肪酸による生産制限の緩和と精製工程からの効率的

な分離を目的として、脂肪酸を分泌生産するための基

礎技術を開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・人工酵素開発のための方法論構築のため、人工耐熱性

セルラーゼを題材に吸着ドメインのアミノ末端への融

合効果の検討を行い高機能化に必要な基盤情報の収集

を行う。また、好熱菌が持つ2糖分解関連酵素等の耐

熱酵素2種の立体構造と反応機構の解明を目指す。 

【平成25年度実績】 

・好熱菌由来の耐熱性基質吸着ドメインを耐熱性セルラ

ーゼのアミノ末端側に融合した人工セルラーゼの開発

を行った。二つのドメインを繋ぐリンカー長を伸ばす

に従い徐々に活性も増加していき、調べた5種類のリ

ンカー長の中では最長のリンカー（50アミノ酸）で野

生型に比べ2倍の活性増強が見られた。また、キチン

分解系に関与する耐熱酵素のうち、2種類のキトビオ

ースデアセチラーゼ（DAC）の結晶化に成功し、精

密構造を明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・熱化学変換法による木質系バイオマスの糖化において、

前段部分の水熱反応の再現性について検討を進める。

具体的には、既存の連続反応装置を用いて水熱反応温

度と残渣収率との関係を明らかにし、ヘミセルロース、

セルロース由来のオリゴ糖成分を選択的に抽出する条

件を提示する。また、水熱反応の際に生成するガス成

分を極力抑制する方策についても検討する。 

【平成25年度実績】 

・前段部分の水熱反応に関して、反応器を直接加熱せず

予め熱した水を流すことにより（間接加熱）、熱分解

を抑制し、再現性のあるデータを得ることが出来た。

水熱反応温度の上昇に伴い、反応残渣量は直線的に減

少し、300℃での残渣量は33wt%であった。この値は

試料に含まれる酸不溶性リグニン量（29wt%）とほぼ

同等であった。また、発生ガスの抑制については、水

熱反応温度を段階的に昇温（250℃で一度保持、その

後300℃に昇温）を行うことにより、発生ガス量を約

半分（10wt%→5wt%）に抑えることに成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・日本国内の魚類と菌類が有する不凍タンパク質の天然

物と遺伝子組換え物の両方について、様々な水溶液条

件において分子構造の解析を行う。その結果に基づい

て不凍タンパク質が結晶成長抑制機能や細胞保護機能

を発揮するメカニズムを解析し、同不凍タンパク質を

活用した医薬品やセラミックス多孔体などの高付加価

値製品を作製する新たな技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・日本国内に生息するカレイ類から不凍タンパク質の高

純度精製品を取得することに成功した。同タンパク質

はマウス膵島細胞の細胞膜に吸着しその生存率を高め

ることを見出した。また、他の魚類不凍タンパク質が

30℃の加温条件下で卵細胞に強く吸着しその生存率を

飛躍的に高めることを見出した。同タンパク質の活性

型と不活性型の分子構造を解析し、特定の結合水が前

者の分子表面にのみ配置していることを見出した。ま

た子嚢菌由来不凍タンパク質の遺伝子組換え物は、氷

結晶プリズム面の結晶成長だけを特異的に抑制するこ

とを見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に開発した初代培養細胞の多機能計測装置

は、ガラスによって絶縁された微小電極を用いる。そ

のため、電極はわずかな物理的衝撃によっても容易に

破損し、頻繁に交換することが大きな課題となってい

る。そこで、衝撃を受けても破損せずに持続的に細胞

解析可能な、新規な微小電極を開発する。 

【平成25年度実績】 

・高分子樹脂を絶縁部に使用した微小電極を作製し、そ

の安定性と性能を調べた。その結果、ポリエーテルエ

ーテルケトン（PEEK）樹脂を絶縁体として使用した

微小電極が、走査時の衝撃に対しても破損せずに持続

的に使用可能であることを見出した。さらに PEEK
樹脂電極は、ガラス電極と同程度に電流計測可能であ

ることも確認した。これらの成果を受けて PEEK 樹

脂微小電極の作製技術を民間に技術移転した。 

 

【平成25年度計画】 

・P450vdh に続く有用酵素の高度利用に向けた研究の

標的として、臨床診断に使用可能な酵素の高機能化を

目指す。実際には、対象となる酵素を1-2種選別し、

変異導入によ高活性化や基質特異性の改変を目指す。 

【平成25年度実績】 

・臨床診断に実用化されている酵素の高活性化を目指し、

進化工学的手法による変異体発現ライブラリーを構築

し、スクリーニングした結果、活性が2倍以上上昇し

た変異体の取得に成功した。同時進行で進めていた

P450vdh の機能改変については、1アミノ酸変異によ

り共役する電子伝達タンパク質との親和性が高まり、
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結果として酵素活性を70倍以上上昇させることが可能

になった。 

 

【平成25年度計画】 

・酵母発現系を用い、複数のタンパク質を発現できるシ

ステムの利用研究を行う。具体的には、引き続き脂肪

酸合成に関わる遺伝子をターゲットに、平成24年度に

構築した発現プラスミドを有する遺伝子組換え酵母の

脂肪酸を同定するとともに、4つ以上の酵素遺伝子を

連結した発現プラスミドの構築を目指す。 

【平成25年度実績】 

・出芽酵母において、FMDV 2A region を用いたポリ

シストロニックな発現システムを確立するため、平成

24年度に構築した3つの脂肪酸不飽和化酵素遺伝子を

連結した発現プラスミドを有する遺伝子組換え酵母の

脂肪酸の同定を行った。中間産物と思われる高度不飽

和脂肪酸は同定できたが、目的の高度不飽和脂肪酸は

同定できなかった。引き続き、3つの脂肪酸不飽和化

酵素遺伝子を連結した発現プラスミドに3種の脂肪酸

鎖長伸長酵素遺伝子を各々連結したプラスミドの作成

を開始した。 

 

【平成25年度計画】 

・機能性新規化合物の調製とその利用研究を進める。糖

鎖や糖ペプチド、生理活性天然物の部分構造などに着

目し、それらを合成するに留まらず、新しい生理活性

の探索と、利用研究などが展開される様指向する。例

えば、化合物をナノ粒子上に固定化する、または異な

る機能を有する化合物をハイブリッド化することで新

たな機能発現や活性向上を誘導することを目指す。ま

た、感染症や毒素検出系システムに展開して、簡便で

定量性を有する感染症や毒素の検出キット開発へつな

げることを目指す。 

【平成25年度実績】 

・特許を取得した多価シアル酸化合物をはじめ20種類程

度の糖鎖について、新たに抗カビ活性に焦点をおき、

活性発現部分構造の検討と有用化合物の絞込みを行っ

た。また、天然物である Aurachin 類の類縁体を合成

し、抗菌活性を保持した構造簡易型類縁体を見出した。

しかしこの化合物をナノ粒子上に固定化したところ抗

菌活性を失ったため、ナノ粒子の物性（粒径）をコン

トロールすることで問題の解決に取り組んだ。本年度

は糖ペプチドについては検討を行わなかった。また、

検出キット開発への展開までは至らなかった。 

 

５-(3)-③ 遺伝子組換え植物作出技術と生産システム

の開発 

【第3期中期計画】 

・植物生産システム等のグリーンバイオ産業基盤を構築

し、実用化に目処をつける。そのために、遺伝子組換

え技術により植物の持つ物質生産機能を高めるととも

に、転写制御因子の改変体モデル植物を全因子の90%
程度（従来は25%程度）について作成して解析するこ

と等により、新たな機能を付与する技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・有用転写因子の探索と機能解析を行う。最先端 Pj で

は、ストレス耐性等の有用形質を獲得した系統を単

離・解析するとともに、転写抑制機構関連因子のさら

なる探索と解析を進める。ALCA Pj では、木質を形

成しない変異体に転写因子を導入する実験を引き続き

行うとともに､様々な生物のセルロース合成酵素など

非転写因子遺伝子の導入も進める｡ゴムノキ Pj では、

ジャスモン酸応答の候補因子についてモデル植物での

機能検討進める。ゴムノキでのアレイ解析を進める。

ゴムノキ形質転換系のアグロ感染を始めとした各種条

件検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・酸性土壌、低肥料に耐性を付与する転写因子を各2種

類以上単離した。最先端 Pj ではストレス耐性等の有

用形質獲得植物を複数単離すると共に転写抑制機構の

一端を解明した。ALCA では木質を形成しない変異

体にセルロースのみ又はリグニンのみの二次壁を形成

している可能性のある植物を見出した。ゴムノキ Pj
ではモデル植物においてジャスモン酸応答制御の候補

因子の機能解析を進め、ゴムノキでアレイデータを取

得すると共にデータベース及び解析ツールを構築した、

また GFP を発現する形質転換体を得ることに成功し

た。 

 

【平成25年度計画】 

1) CMV ベクターとアグロバクテリウム法を融合させ、

従来の CMV ベクター単独より簡便で高発現可能な新

規遺伝子導入法を開発する。 

2) 抗ヒト腫瘍壊死因子抗体遺伝子発現タバコを用いて、

プロモーターのメチル化と発現量の相関解析を実施、

さらに、サプレッサーによるメチル化阻害を検討する。 

3) 新設植物工場施設において、ワクチン及び生薬植物

の高効率水耕栽培技術の検討を行う。 

【平成25年度実績】 

1) CMV アグロインフェクション法の基本システムを

構築した。発現が葉脈に限定されたことから、高発現

への改良が必要なことが明らかになった。 

2) 抗体発現タバコの解析の結果、プロモーターのメチ

ル化率と発現量の負の相関が明らかになった。また、

薬剤添加により約30-50%程度脱メチル化可能な条件

を確定した。 

3) 新設植物工場施設において、ワクチン発現ダイズの

水耕栽培試験を実施、完熟種子を得て収穫量等の解析

を開始した。生薬植物においては、播種用根茎を株あ
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たり約100本まで増殖させることが出来た。 

 

５-(4) 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械シス

テム製造技術 （Ⅲ-２-(3)へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・産業分野の省エネルギー化や環境負荷低減に貢献する

マイクロ電子機械システム（MEMS）製造技術の開

発を行う。具体的には、高機能な MEMS を安価に生

産するための大面積製造技術の開発を行う。また、バ

イオ、化学、エネルギーといった異分野の MEMS デ

バイスを融合及び集積化する製造技術の開発を行う。

さらに、安全・安心や省エネルギー社会実現に貢献す

る MEMS デバイスを利用したユビキタスシステムの

開発を行う。 

  

５-(4)-① 高集積、大面積製造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・高機能で安価かつ大面積での MEMS 製造技術を開発

する。具体的には、100nm より微細な3次元構造体を

メートル級の大きさにわたり、低コストかつ低環境負

荷でレジストや金属メッキ構造体、多結晶シリコン材

料等を用いて MEMS を量産するための基盤技術を開

発する。 

 

【平成25年度計画】 

・大面積の MEMS 作製に対応可能な低温低加圧プロセ

スによる接合プロセスおよびインプリントプロセスの

高度化を図り、自己組織化膜およびメッキプロセスに

よる低コストの金属パターン形成技術を開発する。ま

た、MEMS を布状基材に埋め込むファブリック

MEMS による大面積 MEMS センサの開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・低温低加圧の接合プロセスである表面活性化常温接合

において、表面清浄化プロセスに用いる Ne 高速原子

ビームには表面平坦化効果もあることを見出した。ポ

リイミドのインプリント加工を低コスト、低温で行う

ため開発した光硬化型ブロック共重合ポリイミドプロ

セスを改良し、パターン変形を4%に抑えること、こ

の材料への3µm 幅の銅の微細埋込配線構造形成に成

功した。大面積ファブリック MEMS センサ開発では、

糸と糸の交差部の容量変化を検知する方式を構築した

結果、検査対象物の材質に依存せず安定的に圧力変化

をセンシングできた。 

 

５-(4)-② ユビキタス電子機械システム技術の開発 

【第3期中期計画】 

・安全・安心や省エネルギー社会に資するユビキタスマ

イクロシステムの実現のために、バイオ、化学、エネ

ルギー等異分野のデバイスを融合、集積化した

MEMS デバイスを製造するための技術及び低消費電

力かつ低コストな MEMS コンポ－ネント製造技術を

開発する。具体的には、数ミリメートル角以内の通信

機能付きセンサチップを試作し、オフィス、クリーン

ルーム等の製造現場の消費エネルギーを10%削減する

ためのシステム技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・無線センサ端末の感度向上と低コスト製造のためのフ

レキシブルな MEMS コンポーネント加工技術を開発

する。新たな多値化技術により微弱電波通信距離を2

倍以上にすることが可能な通信 LSI と、MEMS 電力

センサを開発し、小型の通信機能付きセンサチップを

試作する。製造現場等の消費エネルギーを10%削減す

るため「省エネ対策の個別性」を考慮した電力プロフ

ァイリングシステムを開発する。具体的には環境デー

タを多点で観測することで、消費電力のムダを適切に

判断し、必要な省エネ対策を明らかにできるシステム

を試作する。 

【平成25年度実績】 

・ファイバー型 MEMS コンポーネント製造技術に関し

て、異種材料電極によるセンサ作成技術および従来比

約10倍の高スループット低コスト露光プロセスを開発

した。低消費電力多値化技術により、微弱電波通信距

離を2.7倍にし得る通信 LSI と、MEMS 技術を用い

たフレキシブル電力センサ、及び3.9mm 角の通信機

能付き温湿度センサチップを実現した。環境データを

多点で観測することで、消費電力のムダを“機能／電

力”の観点より判断し、必要な省エネ対策を明らかに

できるシステムを試作し、社会実験によりその有用性

を検証した。 

 

５-(5) 環境負荷低減技術、修復技術 

【第3期中期計画】 

・各種産業プロセスから発生した環境負荷物質の高効率

処理及び浄化と環境修復に貢献する技術の開発を行う。

具体的には、水や大気等に含まれる微量重金属や残留

性有機汚染物質（POPs）等、低濃度の環境負荷物質

を高効率に処理可能な選択的吸着技術、触媒技術の開

発を行う。また、太陽光、植物や微生物等の自然界の

能力を利用、強化し、低濃度広域汚染サイトや複合汚

染サイトにも適用できる高効率、低コストな浄化、修

復技術の開発を行う。 

  

５-(5)-① 環境負荷低減を目指した浄化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・水や大気に含まれる低濃度の環境負荷物質を、従来比

で最大4倍の総合処理効率（処理能力／エネルギー消

費）で処理可能な浄化技術を開発する。具体的には、

ナノ空間材料や特殊反応場を利用した選択的吸着技術、

触媒技術等を活用して、反応選択性や効率の向上を図
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る。また、残留性有機汚染物質（POPs）等難分解性

物質を焼却によらずに完全に無機化できる反応技術、

さらには有価物への変換技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・特殊反応場を利用した VOC 分解では、多様なゼオラ

イトの触媒活性を評価する指標の確立を目指し、

Si/Al 比、担持金属の種類と形状が触媒活性に与える

影響について検討する。また、レーザーと分光学的手

法を駆使し、プラズマ中に生成する反応活性種の挙動

及び定量化を進める。膜状など様々な形態のグラフェ

ン複合体や吸着剤を開発し、種々の有機性汚染物質の

処理効果を検討する。テンプレートを用いてマクロポ

ーラス材料を製造する際にブロックコーポリマー等を

添加し、炭素壁の厚さ等微細構造制御の手法を開発す

る。 

【平成25年度実績】 

・特殊反応場を利用した VOC 分解触媒の開発では、ゼ

オライトの Si/Al 比を小さくし銀をナノ粒子で担持し

た触媒が有効であることを示した。レーザー分光計測

による触媒近傍の放電プラズマ中に生成した活性種の

解析から、反応促進に有効な電源方式を明らかにした。

交互積層法により吸着促進型光触媒能を有するグラフ

ェン・チタニア複合体を開発し、有機色素汚染物質に

対する処理効果を確認した。ブロックコーポリマーを

利用し、高比表面積・高気孔率、かつ炭素壁微細構造

が制御された階層的マクロポーラス炭素材料の合成に

成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・環状分子吸着材については、新たに、水中のにおい物

質に対する適用性を検討する。ナノシート吸着剤につ

いては、担体と LDH（層状複水酸化物）ナノシート

の複合材の製造法について引き続き検討するとともに、

各種イオンに対する吸着能を評価する。マイクロナノ

バブルについては、実機を用いた性能試験により、硫

酸過水を代替する技術を実証する。 

【平成25年度実績】 

・環状分子吸着材については、代表的な水中のにおい物

質であるジオスミンの吸着除去率を測定し、g-CD ポ

リマーで99%以上の値を得た。ナノシート吸着剤につ

いては、ゲルを用いた担体と LDH（層状複水酸化

物）複合材の製造法を開発し、粉体での陰イオン（硫

酸イオン、リン酸イオン等）吸着性能を維持したまま、

ハンドリングと後処理での固液分離を容易にした。ま

た、超純水とオゾンマイクロバブルを用いたフォトレ

ジストの除去技術に関して、従来技術と比較して処理

時間を1/2以下に短縮できることを実証した。 

 

 

【平成25年度計画】 

・酸化チタン光触媒結晶表面上の過酸化水素と分子状酸

素及びこれらから生成される水分子量が触媒活性に及

ぼす影響を説明できる反応機構を検討する。新規光触

媒材料の開発では、窒化炭素の触媒作用を活性化する

方法、特に一度に大量の窒化炭素を活性化できる方法

を開発する。 

【平成25年度実績】 

・光照射下の酸化チタン光触媒結晶表面上で過酸化水素

の濃度とともに吸着水分子の増加が観察されたことか

ら、光触媒活性と吸着水分子の生成量に相関があるこ

とを見出した。反応機構の一つとして固体表面上で酸

素分子が過酸化水素を経由して水分子を生成する経路

を確認した。新規光触媒材料の開発では、10倍量の窒

化炭素を処理でき、重量当たりの可視光触媒活性を5

倍に向上させるアルカリ還流法を開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・代替フロン HCFC の加水分解に最適な水酸化物イオ

ン濃度範囲等の反応条件を決め、加水分解による

HCFCs の省エネルギー処理システムを提案する。代

替フロンに関しては、フッ素系新規冷媒等の水溶性と

加水分解反応速度等を評価する。CO2を有価物へ変換

する多核金属錯体触媒の反応機構に関しては、米国お

よび国内研究機関と共同研究を実施し、超分子多核金

属錯体触媒の構造と電子移動速度および反応効率の相

関を明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・HCFC の加水分解が水酸化物イオン濃度よりも物質

移動速度に依存したので、温水を高速撹拌する省エネ

ルギー処理システムを提案した。5-80℃の温度範囲で

フッ素系新規冷媒の加水分解実験等を行い、加水分解

速度の上限値と水溶性を表すヘンリー定数を決定した。

CO2光還元活性を持つ2核金属錯体触媒について、米

国研究機関との共同研究で高速赤外分光測定等を行い、

反応初期における錯体ユニット間の電子移動速度を評

価し、高活性な触媒では107s-1以上であることを明ら

かにした。 

 

５-(5)-② 自然浄化能の強化による環境修復技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・太陽光や植物、微生物等の自然界が有する環境浄化能

力を促進、拡大強化することにより、環境負荷が少な

く、オンサイトでも利用可能な土壌、水、空気の環境

修復技術を開発する。例えば、これまで困難であった

低濃度広域汚染サイトや複合汚染サイトの低環境負荷

型浄化、修復を可能とするために、既存法に比べて除

去コストを1/4に縮減する浄化技術を開発する。 
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【平成25年度計画】 

・土壌中 VOC の処理システムでは、実際の太陽光を用

いて反応が効率的に進む材料開発並びに反応解析を実

施する。水中有害物質の太陽光処理では、東南アジア

の国々における水質調査を行い、ソーラーリアクター

システム導入の可能性並びにその導入に必要な条件の

抽出を行う。アルデヒド類について、雲粒、エアロゾ

ルや土壌等の表面水の関わる反応速度や分配係数等を

室内実験と理論計算により決定し、それら環境中変換

過程を定量評価する。 

【平成25年度実績】 

・土壌中 VOC の処理システムでは、太陽光並びに人工

光源を用いた実験を行い、標準光触媒と同等の70%以

上のトリクレン除去効率を出すことのできる材料を見

出した。水中有害物質の太陽光処理では、タイ北部農

村地域の水源並びに汚染レベルの調査結果からソーラ

ーリアクター設計に必要な因子の抽出（流路長さ、流

速、プレフィルターの有無等）を行った。室内実験に

よりアルデヒド類の分配係数等を決定した。また、理

論計算により反応速度等を求め、雲等の空気－水界面

がペルフルオロカルボン酸生成に果たす役割を明らか

にした。 

 

【平成25年度計画】 

・環境微生物群による土壌汚染対策技術研究においては、

重金属汚染サイトで浄化機能を担う金属還元微生物群

を同位体追跡技術により同定し、その推定される生理

学的性質から重金属類の低レベル毒性化、固定化の活

性化手法を提案する。金属還元微生物の分離培養を行

い、得られた純粋培養株の細菌学的諸性質を明らかに

する。除染技術の研究においては、原子力発電所事故

由来の放射能汚染状況に関し、その汚染区域内での空

間分布測定を行うための高精度位置情報を付与する各

種測定方法を開発すると共に汚染状態地図を作製する

調査研究を行う。 

【平成25年度実績】 

・重金属汚染サイトで浄化機能を担う重金属還元微生物

群を解析し、重金属還元微生物に電子供与体（酢酸）

を与えることで重金属類（セレン）の還元が起こるこ

とを見出し、同手法による重金属の低レベル毒性化・

固定化の可能性を示した。また、さまざまな土壌環境

より新規な金属還元微生物を6株分離培養し、その生

育特性を明らかにした。除染技術の研究では、3イン

チ四方の NaI 検出器により高効率マッピングが可能

なことを見出した。この結果を受け、高精度な位置情

報と線量の多寡をイメージングする装置を考案した。 

 

【平成25年度計画】 

・VOC 汚染環境のバイオレメディエーション（バイオ

オーグメンテーション）を想定し、開発した網羅的モ

ニタリング技術や定量技術を複数の異なる汚染現場に

適用する。また、網羅的モニタリングの結果より、高

頻度で検出される病原菌近縁細菌群をリスト化する。

また、バイオオーグメンテーションに利用可能な

VOC 等分解微生物の培養、同定を進める。それらの

結果を基に、環境生態系影響評価の標準的プロトコル

を作成する。 

【平成25年度実績】 

・外来微生物の野外使用における安全性評価手法（環境

影響評価）の開発のため、開発した網羅的モニタリン

グ技術をこれまでと異なるバイオレメディエーション

サイト（バイオスティミュレーション）のモニタリン

グに適用した。遺伝子マーカーの探索のため、平成24

年度に引き続きバイオオーグメンテーションに利用可

能な VOC 等分解嫌気性微生物の培養、同定と分離を

進めた。平成24年度に引き続き、得られた遺伝子マー

カーを汚染環境中（土壌・地下水）で定量的に検出で

きるリアルタイム定量 PCR のシステムの開発を実施

した。 

 

６．持続発展可能な社会に向けたエネルギー評価技術、

安全性評価及び管理技術並びに環境計測及び評価技術

の開発 

【第3期中期計画】 

・グリーン・イノベーションにより持続可能社会を構築

するためには、エネルギー技術をはじめ、科学と産業

にかかわる安全性、環境影響等を正しく評価すること

が必要である。そのため、エネルギー関連技術にかか

わるシナリオ等の評価を行うとともに、二酸化炭素削

減のための技術及び取組の評価手法の開発を行い、二

酸化炭素削減ポテンシャルを定量化する。また、産業

活動における安全性を向上させるために、ナノ材料に

代表される新材料のリスク評価及び管理技術の開発、

産業事故防止のための安全性評価及び管理技術、化学

物質の最適管理手法の開発を行う。さらに、環境負荷

物質のスクリーニング、計測技術の開発と物質循環過

程解明を通じた総合的な環境影響評価技術の開発を行

う。 

  

６-(1) 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

【第3期中期計画】 

・持続可能な社会の構築に必要な革新的エネルギー関連

技術にかかわるシナリオの分析、評価を行う。具体的

には、環境と資源の制約を考慮し、二酸化炭素の回収

貯留や水素を媒体としたエネルギーシステム等の開発

及び導入に関するシナリオの分析、評価を行う。さら

に、国際的な連携を念頭においた国内外技術開発ロー

ドマップや新規技術の適用性評価及び技術導入シナリ

オの策定を行う。 
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６-(1)-① 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

【第3期中期計画】 

・持続可能な社会の構築に必要な革新的エネルギー関連

技術にかかわるシナリオの分析、評価を行う。具体的

には、環境と資源の制約を考慮し、二酸化炭素の回収

貯留や水素を媒体としたエネルギーシステム等の開発

及び導入に関するシナリオの分析、評価を行う。さら

に、国際的な連携を念頭においた国内外技術開発ロー

ドマップや新規技術の適用性評価及び技術導入シナリ

オの策定を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・モデル分析を高度化して各種シナリオの検証を行うと

ともに、新技術の有効性評価、横断的技術の適用性評

価を精緻化する。具体的にはエネルギー輸送や気候影

響モデルの改良等を行う。水素等を媒体としたエネル

ギーシステム等の開発及び導入に関するシナリオ分析、

評価を行う。中長期的な地球温暖化対策への貢献度に

基づいた提言の策定を行う。また、国際機関との関連

では、引き続き、国際標準化機構（ISO）、気候変動

に関する政府間パネル（IPCC）、国際 CCS 研究所

（GCCSI）等を中心にした活動に参画しつつ連携強

化を図る。 

【平成25年度実績】 

・水素等を媒体としたエネルギーシステムの開発及び導

入に関するシナリオ分析のツールとして、我が国の多

地域エネルギーシステムモデルを開発し、エネルギー

輸送システムの分析能力を改良した。モデル分析によ

り、中長期的な地球温暖化対策への技術別貢献度を定

量的に評価した。また、最新の環境影響評価モデルを

反映することにより気候影響モデルの改良を実施した。

国際標準化機構（ISO）、気候変動に関する政府間パ

ネル（IPCC）、国際 CCS 研究所（GCCSI）等を中

心にした活動に参画し、国際機関との連携を強化した。 

 

６-(2) 持続発展可能な社会と産業システムの分析 

【第3期中期計画】 

・二酸化炭素の削減や環境負荷低減のための様々な方策

を評価する手法の開発を行う。具体的には、実態調査

等に基づく、温室効果ガス排出原単位のデータ作成や

消費者の行動等を解析し、削減率の定量化を行う。ま

た、最適な社会と産業システムの設計を目指して、こ

れら方策の削減ポテンシャルを明らかにし、持続可能

な社会の構築に資する技術開発、技術のシステム化、

市場システムの分析と評価を行う。 

  

６-(2)-① サステナブルシステム及び技術評価 

【第3期中期計画】 

・最適な社会と産業システムの設計を目指し、持続可能

な社会に向けた各種の取組に対し、資源性、経済性、

社会受容性等の観点から技術評価を行い、これらの環

境負荷削減量を定量化する。 

 

【平成25年度計画】 

・新規技術導入に伴う、再生資源を考慮した資源の利用

可能性分析を行う。また、バイオ燃料等の再生可能エ

ネルギーを導入したエネルギーシステムについて、需

要と供給のバランスを考慮した環境負荷分析を行う。 

【平成25年度実績】 

・再生可能エネルギー起源の水素エネルギーキャリアお

よび、バイオマス混焼発電の製造・輸送・利用を含む

ライフサイクル分析を行い、既存技術との比較から環

境負荷削減につながる再生可能資源の利用条件を明ら

かにした。需要と供給のバランスを考慮した電力シス

テムを模擬可能なモデルの開発を行い、環境負荷分析

から将来の各種発電技術の導入時期と量を定量的に示

した。 

 

６-(2)-② 持続性指標の活用による低炭素社会システ

ムの評価 

【第3期中期計画】 

・CO2見える化等の指標を、消費者や企業の低炭素行動

に結びつけるための手法を開発する。具体的には、カ

ーボンフットプリント等の施策に関して、原単位デー

タを作成するとともに、消費者の受容性や低炭素行動

等を解析し、その二酸化炭素削減ポテンシャルを定量

化する。 

 

【平成25年度計画】 

・これまで開発してきたデータベースを活用し、消費者

の行動と財の使用との関連付けを行い、行動ベースの

CO2排出量のデータベース化を行う。行動ベースの

CO2排出量情報を基に CO2削減ポテンシャルの高い行

動を抽出し、効率的な低炭素行動を整理する。 

【平成25年度実績】 

・開発してきた製品ベースのインベントリデータを用い

て財と行動の関連付けを行い、家事行動を中心とした

行動ベースの環境負荷データのデータベース化を実施

した。家事行動の中で、CO2排出量削減ポテンシャル

の大きな行動の整理を実施した。加えて、開発してい

るデータベースおよび活用マニュアルの英語化を実施

した。 

 

６-(3) 先端科学技術のイノベーションを支える安全性

評価手法 

【第3期中期計画】 

・今後新規に開発される先端科学技術に応用可能な安全

管理体系の構築を目指して、ナノ材料のリスク評価及

び管理手法の開発を行う。具体的には、新規技術の研

究開発から製品化に至るプロセスに安全性評価を統合
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するための方策の開発を行う。適用事例として、カー

ボンナノチューブ等の工業ナノ材料について、有害性

評価手法やばく露の計測及び予測評価手法の開発を行

う。また、物理化学的特性やリスク評価結果を総合し、

研究段階に応じたリスク管理指針を確立する。 

  

６-(3)-① 先端科学技術のイノベーションを支える安

全性評価手法 

【第3期中期計画】 

・今後新規に開発される先端科学技術に応用可能な安全

管理体系の構築を目指して、ナノ材料のリスク評価及

び管理手法の開発を行う。具体的には、新規技術の研

究開発から製品化に至るプロセスに安全性評価を統合

するための方策の開発を行う。適用事例として、カー

ボンナノチューブ等の工業ナノ材料について、有害性

評価手法やばく露の計測及び予測評価手法の開発を行

う。また、物理化学的特性やリスク評価結果を総合し、

研究段階に応じたリスク管理指針を確立する。 

 

【平成25年度計画】 

・効率的な有害性評価の枠組み構築として、二酸化チタ

ンナノ材料の体内動態モデルを構築し、モデルパラメ

ータと物理化学特性の関係の統計的解析を行う。また、

技術研究組合単層 CNT 融合新材料研究開発機構の事

業として、事業者の自主安全管理技術について、開発

した細胞毒性試験手順の妥当性検証と、作業環境での

現場測定データを蓄積することによる手順書の更新を

行う。また製品の切削時と摩耗時に飛散する粒子の計

測データを蓄積する。NanoSafety ウェブサイトでは、

重要な法規制動向についての情報発信を継続する。 

【平成25年度実績】 

・二酸化チタンナノ材料の有害性と体内動態について分

析及びモデル化と統計的解析を行った結果、表面処理

などの物理化学的特性の重要性が示唆された。技術研

究組合単層 CNT 融合新材料研究開発機構の事業とし

て、カーボンナノチューブに関する「安全性試験の手

順書」「作業環境計測の手引き」を公開してプレスリ

リースを行った。また、カーボンナノチューブの含有

状態が異なる製品の切削時と摩耗時に飛散する粒子を

計測した。NanoSafety ウェブサイトでは、重要な法

規制動向について6件の記事を発信した。 

 

【平成25年度計画】 

・研究段階にあるナノ材料について、これまでの調査結

果をもとに、リスク管理のためのカテゴリー分けなど

を検討する。 

【平成25年度実績】 

・市販の酸化チタンや酸化ニッケルナノ粒子に関してカ

テゴリー分けに必要な物理化学特性の評価を進め、特

にリスク評価に用いたカーボンナノチューブ試料につ

いては直径分布、長さ分布、濃度等について詳細なキ

ャラクタリゼーションを行った。更に、海外の最新レ

ビューを中心に付加的な文献調査を行い、リスク管理

のためのカテゴリー分けの指針を得た。 

 

６-(4) 産業保安のための安全性評価技術、安全管理技

術 

【第3期中期計画】 

・産業活動における安全性を向上させるために、産業事

故の原因究明に関する研究を行う。さらに、過去に起

きた事故の情報収集とデータベース化を行うとともに、

事故を未然に防ぐための安全文化（ヒューマンファク

ターや組織要因等）を醸成するための手法の開発を行

う。具体的には、火薬類のフィジカルリスク低減や新

型火薬庫に関する安全性評価の研究を行うとともに、

爆発反応や衝撃波を衝撃圧縮に応用する研究を行う。

また、実際の化学プラント等の事業所への適用を目指

して、化学プラント等の産業事故データベースの作成

と事故の分析を通して、事業所の持つ保安基盤技術と

それを支える安全文化からなる保安力の評価手法の開

発を行う。 

  

６-(4)-① 産業保安のための安全性評価技術、安全管

理技術 

【第3期中期計画】 

・産業活動における安全性を向上させるために、産業事

故の原因究明に関する研究を行う。さらに、過去に起

きた事故の情報収集とデータベース化を行うとともに、

事故を未然に防ぐための安全文化（ヒューマンファク

ターや組織要因等）を醸成するための手法の開発を行

う。具体的には、火薬類のフィジカルリスク低減や新

型火薬庫に関する安全性評価の研究を行うとともに、

爆発反応や衝撃波を衝撃圧縮に応用する研究を行う。

また、実際の化学プラント等の事業所への適用を目指

して、化学プラント等の産業事故データベースの作成

と事故の分析を通して、事業所の持つ保安基盤技術と

それを支える安全文化からなる保安力の評価手法の開

発を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・火薬庫構造及び土堤に新規材料や工法を適用して、室

内外爆発実験と数値シミュレーションにより、爆発影

響低減化技術を開発し、保安距離等の見直しに資する。

また、水素や可燃性冷媒の取扱い時の危険性評価、新

規微燃性冷媒などの燃焼特性や最悪シナリオの着火条

件時の燃焼爆発影響評価を行う。産業保安研究では、

事故情報のデータベース化を継続し、事故分析手法

PFA（Progress Flow Analysis）の普及に努める。ま

た、化学企業の保安力評価結果と安全コストや事故と

の関連性の分析手法を開発する。 
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【平成25年度実績】 

・面積を半減した新規構造や水分量を変えた火薬庫土堤

の室内外爆発実験や数値シミュレーションを行い、爆

風圧や飛散物を評価して保安距離に影響しない結果が

得られた。導管内を空気から水素に置換する工法を開

発し取扱時の危険性を低減した。可燃性冷媒等の外部

火災時の危険性を野外実験で評価した。微燃性冷媒の

燃焼特性や漏洩時の自然発火特性を評価した。事故情

報のデータベース化を継続し、開発経緯と事故分析手

法 PFA を論文で発表した。保安力評価結果と事故原

因との関連性分析手法を開発し、事故による企業価値

の変化を分析した。 

 

６-(5) 化学物質の最適管理手法の確立 

【第3期中期計画】 

・ある化学物質によるリスクを下げることにより、別の

化学物質によるリスクが増加する（リスクトレードオ

フ）事例に対応するため、化学物質の有害性、ばく露、

対策の効果等を事前に予測するための技術の開発を行

う。具体的には、化学物質の最適管理のための意思決

定に資するため、多数のリスク因子を同時に考慮する

ことを可能とするリスクトレードオフ評価手法を確立

する。また、化学物質の発火及び爆発危険性評価技術

の開発を行い、基準の作成等を行う。 

  

６-(5)-① リスクトレードオフを考慮した評価及び管

理手法の開発 

【第3期中期計画】 

・社会全体のリスクを適切に管理することを目的として、

排出量推計、環境動態及びばく露モデリング、有害性

推論、リスク比較等の要素技術を開発し、リスクトレ

ードオフ評価及び管理手法を開発する。また、具体的

な用途群へ適用する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度の室内空気の吸入に加えて皮膚と口を経由

するばく露評価手法の開発を進めるとともに、事故等

による突発的な排出に対応した大気と河川モデルの開

発を開始する。ヒト健康および生態影響評価において

は、毒性試験データの抽出と補正による有害性推定手

法の適用範囲拡大を図る。多様なリスク評価解析にお

いては、地震による日本全体のリスク評価を実施し、

事故時漏洩による急性毒性の強い物質の影響を評価す

るばく露シナリオを構築するとともに、大気拡散モデ

ルを用いて原発事故時の空間線量分布および避難範囲

を推定する。 

【平成25年度実績】 

・短期ばく露対応の室内ばく露評価ツール iAIR 
ver.1.2sβを公開し、皮膚と口経由ばく露評価ガイダ

ンス文書を作成した。従来より時空間高解像度の大気

と河川モデル試作版を完成した。暴露期間の相違から

ヒト健康への有害性補正、水質の相違から国内魚種へ

の有害性補正の手法を確立し、推論手法の適用範囲を

拡大した。生態リスク評価ツール MeRAM0.9.12を

公開した。地震による建物全壊と死亡に関する災害リ

スク評価手法を確立し、急性毒性の強い化学物質と放

射性物質について施設の事故時漏洩にともなう避難範

囲を推定した。 

 

６-(5)-② 爆発性化学物質の安全管理技術の開発 

【第3期中期計画】 

・化学物質の発火及び爆発危険性の現象解明、危険性評

価技術の開発、安全な取り扱い技術の基準作成等を行

う。 

 

【平成25年度計画】 

・化学物質の安全な取扱い技術の基準作成においては、

平成24年度に発熱分解エネルギーの測定法の JIS 化

が完了したため、主たる火薬類の熱分析を改めて計測

し、RIO-DB において公開する。熱分析試験について

は継続して試験法の高度化を検討し、国連の委員会で

成果を報告する。花火組成物についても国際的な標準

化の動向に従い、試験法の検討を行う。化学物質の爆

発危険性の現象解明については硝酸リサイクル時のプ

ロセスの危険性評価および医薬中間体としての新規ア

ジド化合物の危険性評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・制定した JIS に基づいて、50種類の主たる火薬類の

熱分析を改めて計測した。RIO-DB での公開について

は、所外のクラウドに移植作業を行った。熱分析試験

については継続して試験法の高度化を検討し、7月の

国連 TDG/GHS 委員会で成果を報告した。花火組成

物についても国際的な ISO 化の動向に従い、100種類

の組成物の圧力発生挙動を取得した。硝酸リサイクル

時のプロセスの危険性評価を行った結果、アンモニア

が混入すると爆発危険性が高まることがわかった。新

規アジド化合物の危険性評価を行った結果、希釈溶液

の危険性は低いことがわかった。 

 

６-(6) 環境の計測技術、生体及び環境の評価技術 

【第3期中期計画】 

・産業活動に伴って発生する環境負荷物質のスクリーニ

ング技術及び計測技術の開発を行う。また、環境修復

技術に必要な物質循環過程を解明し、総合的な環境影

響評価技術の開発を行う。具体的には、製品及び産業

プロセスにおける有害物質の計測手法や環境修復技術

に必要な環境微生物の迅速検出法等の開発を行う。産

業活動によって直接又は間接的に発生する温室効果ガ

ス等が、生物多様性や生態系内貯留等の環境へ与える

影響を評価する技術の開発を行う。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1117) 

６-(6)-① 環境負荷物質及び環境浄化能の計測手法の

開発 

【第3期中期計画】 

・化学物質や重金属の国際規制に対応するため、製品及

び産業プロセスにおける有害物質の迅速検出法を開発

し、標準化を行う。また、生物応答に基づく有害性の

スクリーニング技術を開発する。さらに、環境修復技

術に必要な、分析効率（スピード、コスト、労力）を

現状比5倍以上に向上させた環境微生物の迅速検出法

を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・全有機炭素分析法では、平成24年度開発手法を基に水

試料の連続分析装置を開発する。平成24年度までに開

発したマイクロ波抽出-石炭中微量元素分析法の JIS
化に向け、ラウンドロビンテストを行い標準化に適す

る測定元素と石炭灰分の範囲を決定する。鉄鋼スラグ

と浚渫土による環境修復技術の評価では、海洋生物生

育土壌環境における金属元素の挙動解明を行う。国際

合同調査航海での検討結果をもとに外洋大気捕集装置

を改良し、普及のために企業と共同で製品化を試みる。

シロキサン化合物の水・大気中分析法の標準化研究を

開始する。 

【平成25年度実績】 

・全有機炭素分析法は、有害な分解試薬を使用しない連

続分析装置を開発し、有機系排水へ適用し、実用性が

高いことを示した。マイクロ波抽出－石炭中微量元素

分析法は、ラウンドロビンテストを行い測定元素と石

炭灰分の範囲を決定し JIS 原案を作成した。鉄鋼ス

ラグと浚渫土による環境修復技術の評価では、海洋生

物生育土壌環境における10種の金属の土壌溶出挙動を

明らかにした。外洋大気捕集装置の試作品四号機を外

洋調査航海で検証し、製品化に必要な性能を確定した。

ロキサン化合物の分析法の標準化研究を開始した。 

 

【平成25年度計画】 

・水銀測定では、土壌や地表面、大気中などの現場で利

用可能とする参照素子と測定素子を組み合わせたオン

サイト型測定システムの構築を行う。VOC ガス測定

では、スチレン系重合膜や官能基の異なる多孔性材料

による VOC ガスに対する応答性評価を行い、特に実

用上重要な脱離速度については、現状の1/5以下であ

る5分以内を目標に開発を行う。免疫センサでは、

PDMS 製フローセル内で抗体固定化から免疫反応の

工程をリアルタイムで実施できる条件を見いだし、検

出感度向上のためのセンサ上への高分子鎖導入の最適

化を試みる。 

【平成25年度実績】 

・水銀測定では、カートリッジタイプの参照素子と測定

素子による気相用センサの特性評価を行い、数 ppb

程度の濃度を測定可能であることを明らかにした。

VOC ガス測定では、スチレン系重合膜やビフェニレ

ン柱状構造を導入した多孔性材料を開発し、脱離時間

5分で感度10ppm の安定な繰り返し測定を実現した。

免疫センサは、フローセルによる抗体固定化から免疫

反応を従来の1/2の時間で行えることが分かった。検

出感度向上のための高分子鎖導入では、シラン系材料

が高分子鎖の開始点としての材料に適していることを

明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・遺伝子センシングに関しては、毒性遺伝学での役割解

明のため、マイクロ RNA 測定用マルチセンサチップ

を開発し、簡便・迅速なマイクロ RNA の複数同時測

定を可能とする。化学物質の生体影響を高感度に検出

するため、人工発光酵素の光の長波長化を目指して改

良を行う。ストレスホルモン可視化プローブを導入し

た ES 細胞を用いて、様々なストレスホルモン様化学

物質の活性を評価する。ヒト細胞における化学物質高

応答性の遺伝子群を3種類以上同定し、新規高感度バ

イオマーカー及び新規高感度細胞センサを開発する。 

【平成25年度実績】 

・複数種類の核酸認識プローブを配列したマルチセンサ

チップを開発し、毒性遺伝学で重要なマイクロ RNA
配列の、複数同時かつ配列選択的な同定に成功し、毒

性評価技術の基盤技術としての有用性を見出した。化

学物質の生体影響評価を高感度にできる長波長の人工

生物発光酵素を樹立した。酵素プローブ導入 ES 細胞

から心筋組織を樹立し、ストレスホルモン様化学物質

の活性評価を可能にした。ヒト細胞において化学物質

高応答性の遺伝子群を6種を新規バイオマーカーとし

て同定し、これら遺伝子群を高発現させた細胞センサ

の開発に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・環境微生物濃縮用のマイクロデバイスのデザインを改

良し処理できる溶液量を現在の100倍のサブ mL オー

ダーにする。環境微生物の MALDI-MS を利用した迅

速識別法では、真菌試料の前処理技術を改良し、分析

に必要な試料量を1/4にすることによってさらに迅速

化を図る。また、識別システムの汎用性をさらに向上

させるために、微生物標準株（基準株）のデータベー

ス拡充を進める。 

【平成25年度実績】 

・環境微生物濃縮用の電気泳動型マイクロデバイスのデ

ザインを改良し、処理できる微生物懸濁液量を

0.2mL 程度までに増やすことに成功した。環境微生

物の MALDI-MS を利用した迅速識別法では、必要な

試料量を1/4にして真菌試料の破砕処理法の効率化を

図り、基準株のデータベースを作成した。識別システ
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ムの汎用性を向上させるため、農業環境技術研究所が

系統保存している約400株の植物病原菌標準及び基準

株のデータベースを作成した。 

 

６-(6)-② 産業活動の環境影響評価 

【第3期中期計画】 

・地域、地球環境に対する産業活動の影響を適確に評価

するため、温室効果ガス、エアロゾル、有害化学物質、

生物多様性及び微生物活動の測定並びに吸収及び発生

源推定の誤差を現状の50%以下とする技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・温室効果気体複数成分同時観測システムの改良を進め

現場での観測を開始する。二酸化炭素吸収源、発生源

分布の長期変動を解析するため逆問題解析の解析期間

を2011年まで延長する方法を検討する。またエアロゾ

ル中の重金属類に関して、九州北部における長距離輸

送大気汚染寄与率を診断するインデックスを試作する。

さらにエアロゾル粒子の単一散乱アルベドおよび複素

屈折率に関する観測を行う。残留性有機フッ素化合物

群の長距離移動性、寿命や変換過程等に関する環境分

析データ及び物性データ等を蓄積し、全球的なモデル

化を試みる。 

【平成25年度実績】 

・温室効果気体複数成分同時観測システムの除湿装置等

の改良を進め現場での観測を開始した。逆問題解析の

解析期間について解析に影響する要因を分析し延長可

能であることを確認した。九州北部でのエアロゾル中

の重金属類の長距離輸送寄与インデックスの一つとし

て、PM2.5中の Pb/Zn 等の組成比の有用性を確認し

た。天然のエアロゾルの温室効果に及ぼす影響を評価

するため南氷洋上で光学的特性を観測した。北極海等

で観測を行うと共に約10年間蓄積してきた海洋中の有

機フッ素化合物群の分析データと物性データから全球

的な挙動モデルを作成した。 

 

６-(6)-③ 二酸化炭素貯留技術の環境影響評価（一部、

別表２-２-(1)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・二酸化炭素の海底下地層貯留技術や海洋中深層隔離に

必要な環境影響評価のため、二酸化炭素の漏洩や注入

を想定した室内実験等により、微生物活性や炭素等の

親生物元素の挙動等、物質循環の駆動にかかわる過程

へ与える影響について評価手法を開発する。 

・早期実用化を目指して、二酸化炭素地中貯留において、

二酸化炭素の安全かつ長期間にわたる貯留を保証する

ための技術を開発する。大規模二酸化炭素地中貯留に

ついては、複数の物理探査手法を組み合わせた効率的

なモニタリング技術の開発、二酸化炭素の長期挙動予

測に不可欠である地下モデルの作成や精緻化を支援す

る技術及び長期間にわたる地層内での二酸化炭素の安

定性を評価する技術を開発する。 

・圧入終了後における長期間監視のための費用対効果の

高いモニタリング技術や、我が国での実用化に当たっ

て考慮すべき断層等の地質構造に対応した地下モデリ

ング技術を開発するとともに、二酸化炭素が地中に貯

留されるメカニズムの定量的解析や、各地における貯

留ポテンシャル評価等の基盤技術を開発する。また、

安全性評価技術の開発と中小規模排出源からの排出に

対応した地中貯留の基礎研究を実施する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に英国で実施された二酸化炭素漏洩実験に

おいて採取された堆積物試料の分析を行い、漏洩二酸

化炭素がリンの循環に及ぼした影響について詳細に検

証する。高圧環境における微生物評価試験を実海域試

料に展開する。二酸化炭素海洋隔離と海底下地層貯留

の評価に加えて、沿岸生態系における炭素循環と二酸

化炭素吸収能に関わる評価を行い、堆積物中における

栄養塩、金属、有機物の挙動および関連する微生物代

謝の解析を行う。以上の解析に新たにメタゲノム手法

を導入し、遺伝子レベルで微生物群集の役割、影響を

評価する。 

【平成25年度実績】 

・二酸化炭素の曝露による堆積物からのリンの放出量を

評価したところ、英国で採取した試料では放出が無か

った一方で、外洋域の試料では著しい放出が見られ、

二酸化炭素漏洩の影響が海域ごとに大きく異なること

を実証した。南太平洋観測航海に参加し、現場微生物

を用いた高圧下での培養実験を実施した。沿岸生態系

擬似現場実験では、二酸化炭素の吸収能に影響するリ

ンの長期的な供給プロセスを実証するとともに、産業

副生物の利用によって窒素代謝に関わる微生物群集の

活性化が起こることをメタゲノム解析により見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・CO2地中貯留の安全性評価に係る要素研究を行う。 

1) 米国サイトにて CO2圧入時データを取得し、重

力・自然電位等データ解析法の改良を目指す。既存の

電気・電磁気データへの適用により、物理量変換プロ

グラムを地質モデル改良に資するための整備を行う。 

2) 砂泥互層遮蔽性能を室内実験等で検証する。ナチュ

ラル・アナログ現象のヒストリーマッチングにより軟

岩・断層の力学的変形を地質モデルに取込む手法の高

度化を図る。 

3) CCS リスク評価ツール構築で、リスクシナリオに

基づく地中、海底・海中での物質拡散を評価する。 

【平成25年度実績】 

・米国サイトで CO2圧入時モニタリングを開始し、解

析法改良を検討した。物理量変換プログラムを多様な
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地域特性に対応させるため、電気･電磁気ポストプロ

セッサを改良した。また、室内実験等により砂泥互層

のシール圧と浸透率の関係を明らかにした。軟岩・断

層の力学・水理学的特性等ならびに地化学プロセスの

データ蓄積を継続し、高精度化モデルを用いたナチュ

ラル・アナログ・モデル地域シミュレーションを実施

した。さらに、CCS リスク評価ツールを用いて漏え

い等のリスクシナリオに基づく地中、海底等での物質

拡散を評価した。 

 

６-(6)-④ 生態系による二酸化炭素固定能評価 

【第3期中期計画】 

・環境影響を最小限に抑えた、生態系内炭素貯留を可能

とする、森林や海域内生態系の炭素固定メカニズムの

解明とその強化方法、モニタリング及び環境影響評価

技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・森林炭素固定能の評価のための環境情報システムにつ

いて、現地データの自動処理フローの構築を進める。

地上観測コミュニティにおける標準的システムとする

ため、サブシステムのノウハウの共有や改良を進める。

高山サイトにおける大気中酸素濃度の連続観測結果と、

生理生態学的実験データから森林における酸素および

二酸化炭素収支の解析を行う。同位体連続測定装置の

改良を進め、長期観測に適した観測システムの構築を

進める。高山サイトにおける森林炭素収支に関する多

面的な統合解析を促進するために、国際ワークショッ

プを開催する。 

【平成25年度実績】 

・森林炭素固定能の評価のための環境情報システムにつ

いて、各観測地の気象データの自動処理を開始すると

ともに地上観測コミュニティにおける標準的サブシス

テムのノウハウの共有や改良を進めた。高山サイトに

おける大気中酸素濃度の連続観測データを解析し、生

理生態学的実験データと合わせて大気－森林間フラッ

クスにおける酸素、二酸化炭素収支を推定した。同位

体連続測定装置について、長期観測に適した光学系の

改良を進めた。高山サイトの森林炭素収支に関する国

際ワークショップを開催し長期観測とそれを支える技

術の重要性を確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・海水中二酸化炭素関連パラメータである pH、溶存無

機炭酸、アルカリ度の測定法について、沿岸域海水や

堆積物間隙水など、濃度変動が大きく、試料の量が限

られる場合に適した測定手法を開発する。試料量とし

て数 ml 以下で pH 換算の測定精度0.1以下を目標と

した手法を開発し、測定精度等を評価する。 

【平成25年度実績】 

・海水中二酸化炭素関連パラメータの小容量測定法を開

発した。pH は小容量ガラスセルを用いることにより

1ml で精度0.005、全炭酸は小容量試料導入装置によ

り、1.5ml で精度0.7%（pH 換算0.028）、アルカリ

度は試料希釈測定により、3ml で精度0.4%（pH 換算

0.015）を実現した。総合的に10ml 以下の小容量で、

3種のパラメータ共に精度0.1（pH 換算）以下で測定

可能となった。これらの成果により、採取できる試料

量の限られる海底堆積物間隙水の二酸化炭素パラメー

タの測定を精度よく行うことが可能となった。 

 

Ⅱ．ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発

の推進 

【第3期中期計画】 

・ライフ・イノベーションを実現するためには、疾病や

事故の予防、治療や介護支援の充実に加えて、健康で

安全な生活を送りやすくすることが必要である。疾病

を予防し、早期診断を可能とするため、生体分子の機

能分析、解析技術等の開発を行う。疾病の革新的治療

技術を実現するため、効率的な創薬技術の開発、先進

的な医療支援技術の開発を行う。健康を維持増進し、

心身ともに健康な生き方を実現するために必要な計測、

評価技術等の開発を行う。また、社会生活の安全を確

保するための情報通信技術（IT、センサ）や生活支

援ロボットの安全を確立するための技術開発を行う。 

  

１．先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発 

【第3期中期計画】 

・国民の健康のために、疾病の予防や早期診断、早期治

療、個の医療の充実が求められている。これらの課題

を解決するため、細胞操作及び生体材料技術を応用し

た再生医療技術や先端医療支援技術、医療機器技術等

の開発を行う。また、有用な新規バイオマーカーを利

用して疾病の予防や早期診断を行うため生体分子の機

能分析及び解析技術等の開発を行う。さらに、情報処

理と生物解析の連携、融合により、安全性を保ちつつ

開発コスト低減に資する高効率創薬技術の開発を行う。 

  

１-(1) 細胞操作及び生体材料に関する技術の応用によ

る医療支援技術 

【第3期中期計画】 

・組織や臓器等の機能を根本的に回復する医療技術であ

る再生医療に資する細胞操作技術、人工臓器等に用い

る材料技術や、治療の安全や効果の向上に資する医療

機器にかかわる技術の開発を行う。また、これらの先

端医療支援技術等の実用化に向けた基盤整備を行う。

特に、安定かつ性質が揃った細胞の供給に資する iPS
細胞の作製効率を従来の約10倍（現状1%以下を10%
程度）に向上させる技術の開発を行う。 
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１-(1)-① 幹細胞等を利用した再生医療等に資する基

盤技術及び標準化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・骨、軟骨、心血管、膵臓等を生体組織レベルで再生す

る技術や神経ネットワークの再構成を促進する技術等

を開発する。iPS 細胞の作製効率の10倍程度の向上や

新規な因子の探索、作製した細胞の評価技術の開発等

により、創薬における医薬品の毒性評価や再生医療に

必要な分化細胞や組織等を供給するための基盤技術や

標準化技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・糖タンパク質糖鎖未分化マーカーの実用化共同研究を

進める。 

1) 未分化細胞特異的マーカー（AiLec-S1）関連特許

の骨太化と製品キット開発を達成する。 

2) 未分化性と糖鎖構造変化について解析し幹細胞生物

学における糖鎖機能の一端を明らかにする。 

3) 未分化マーカー検出システムの臨床現場への橋渡し

を開始する。  

・平成24年度後期から新たに参画した NEDO 関連プロ

ジェクトにおいて、間葉系幹細胞の糖鎖解析を担当、

参画機関との連携により、各種間葉系幹細胞の主要な

性質（分化指向性、増殖能）と関連付けられる糖鎖プ

ロファイルの解析を行う。 

【平成25年度実績】 

・未分化マーカーを特異的に検出するレクチンプローブ

（AiLec-S1）の実用化研究を推進した。iPS 細胞の臨

床応用時に問題となる残存未分化細胞を定量的、非侵

襲的に計測する技術を確立、キット化に目途を付けた。

また、関連企業への技術移転を進めた。未分化性と糖

鎖構造変化の関連については、データの蓄積を行った。 

・NEDO プロジェクトにおいて、間葉系幹細胞の初期

継代時に高発現する糖鎖プロファイルを同定した。細

胞表面糖鎖マーカーとして、新たにレクチンプローブ

（AiLec-S2）を見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・ヒト幹細胞臨床研究において厳格な品質管理の下に

CPC を運営して低アルカリフォスファターゼ症の細

胞治療を少なくとも2症例実施することで、再生医療

支援技術の開発を行うとともに、同治療技術の効果に

ついて動物実験で詳細に解析を加える。さらに、

CPC での臨床用細胞の製造経験を活かして、再生医

療用アイソレータの開発を企業と連携して行う。 

【平成25年度実績】 

・臨床研究の適応を満たす症例が1症例に止まった。そ

の症例では昨年度実施した1症例目を上回る回数の移

植を行ったが、重症例にもかかわらず、全身の骨形成

が顕著になるなど有効性が得られ、本治療効果の再現

性が確認された。動物実験では移植した間葉系幹細胞

が全身に広く分布することが判り、今後、細胞動態の

解析が研究課題として浮上した。再生医療用アイソレ

ータは既製品の問題を解決する仕様として設計開発が

進み、平成25年度1月に完成することとなった。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、ゼブラフィッシュ心筋再生過

程を制御するサイトカインシグナル機構の探索、解析

を行う。特に変色性蛍光分子を用いた心筋再生の定量

的解析方法が、心筋再生評価に有効であることを示し、

サイトカインシグナルの制御によって心筋再生が加速

可能なことを証明する。 

【平成25年度実績】 

・ゼブラフィッシュ心筋再生過程を制御するサイトカイ

ンシグナル候補として新たに一つのシグナル伝達系を

同定した。また、心筋細胞特異的に変色性蛍光分子

Kaede を発現するトランスジェニックゼブラフィッ

シュを用い、再生時の蛍光色変化が心筋再生の定量評

価に有効であることを示すとともに、心筋再生時にサ

イトカイン（FGF）により再生が加速することを明

らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、集光レーザーを用いた神経細

胞の局所操作技術の開発を行う。光ピンセットによる

細胞内分子集合操作では、分子集合機構の解明を更に

進めると共に、効率よく光捕捉を行うための新たな手

法や神経活動の操作に直接関与する分子系への応用を

検討する。また、集光フェムト秒レーザーにより神経

回路網を操作する技術開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・集光レーザーを用いた神経細胞の局所操作手法として、

光ピンセットにより神経細胞内シナプス小胞群や細胞

接着分子の運動が束縛される機構について解明し、シ

ナプス小胞群の放出過程を抑制できることを明らかに

した。また、二つのレーザーを集光することにより、

量子ドットで標識した細胞接着分子が効率よく光捕捉

されることを明らかにし、新たな分子操作技術への応

用を見出した。さらに、集光フェムト秒レーザーを用

いた単一神経細胞の刺激手法を応用し、神経回路網の

結合特性を可視化する実験系を構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成25年度は、抗うつ薬治療抵抗性に関する分子メカ

ニズムおよび細胞メカニズムの解明をさらに目指す。

中でも、治療抵抗性に伴うシナプス構造および RNA
機能の障害に注目し、その原因物質がこれらのメカニ

ズムにどのような障害をもたらすことにより抗うつ薬

治療抵抗性に至ったかの解明を進める。 
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【平成25年度実績】 

・抗うつ薬抵抗性に関するシナプス内部の分子および細

胞 メ カ ニ ズ ム に お い て 、 シ ナ プ ス 可 塑 性

（LTP/LTD）誘導時、樹状突起スパインは自身の形

態を変化させること、アクチン細胞骨格系のメカニズ

ムが関与している LTP 誘導時に NMDA 型グルタミ

ン酸受容体の活性化を介したドレブリン結合タイプの

アクチンフィラメントが一過性にスパイン内部から除

かれること、ミオシン IIATPase 活性が関与している

ことを、明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

1) 天然物ライブラリーを用いて、iPS および幹細胞の

分化誘導物質のスクリーニングを継続すると共に、

様々な疾患モデルを用いた創薬スクリーニングを行い、

多種多様な天然化合物を見出す。  

2) らん藻など培養困難な微生物の生合成遺伝子クラス

ターの取得に応用できる技術を開発し、強力な活性を

示すがこれまで大量調製が不可能であった化合物に関

して、放線菌ホストおよびバクテリアホストを用いて、

大量かつ安定に生産する技術の開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・本年度は経済産業省プロジェクトに採択され、多くの

医薬品を生み出している放線菌の未知遺伝子を用いた

新奇化合物の創出、およびシアノバクテリアなどの難

培養微生物の遺伝子のみを応用して異種ホストにて化

合物生産を行うシステムの開発に着手した。また、

我々が確立した BAC ライブラリー調製法を用いる高

精密ヒトゲノム解析法の構築も進めた。天然物ライブ

ラリーを用いたスクリーニング関係では、文科省次世

代がんプロジェクトを始め多くのスクリーニングを実

施し、複数の強力な活性を示す新規物質の発見に成功

した。 

 

【平成25年度計画】 

1) ヒト iPS 細胞を未分化維持したまま培養するため

の、細胞外マトリクスの種類・固定濃度と培地の灌流

条件について、最適な組み合わせを見出す。 

2) AiLec-S1の汎用性を高めるため、ヒト ES/iPS 細胞

以外の幹細胞への適合性試験を行う。ヒト間葉系幹細

胞の標準化基盤技術につながるマーカー開発を行う。 

3) 10遺伝子以上を搭載できる次世代 SeVdp ベクター

を完成し、これを用いて、ヒト iPS 細胞の作製効率

や多分化能を改善する因子を追加搭載した次世代

SeVdp-iPS ベクターを開発する。 

4) 次世代 SeVdp ベクターに神経分化・軟骨分化に関

わる遺伝子を搭載して、ヒト線維芽細胞で発現させ、

神経細胞や軟骨細胞への転換を検討する。 

【平成25年度実績】 

1) ヒト iPS 細胞の未分化維持培養に適切な細胞外マ

トリクスと濃度を明らかにした。適切な灌流速度条件

も見出した。 

2) マウス ES 細胞に AiLec-S1陽性細胞が存在するこ

とを明らかにした。さらに、間葉系幹細胞の分裂能評

価マーカー候補遺伝子を15種類及び細胞表面糖鎖検出

プローブ（AiLec-S2）を見出した。 

3) 10遺伝子を搭載できる次世代 SeVdp ベクターを開

発し、6個の初期化遺伝子を搭載して iPS 細胞の作製

効率を10%に引き上げた。 

4) ヒト線維芽細胞で神経や軟骨特異的な転写因子の発

現に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

1 )心臓形成候補因子の詳細な機能解析を継続し、論文

投稿を行う。 

2) AiLec-S1の高機能化を行い、再生医療現場で利用

可能な技術（がん化をおさえる技術）への応用研究を

行う。分化制御化合物のスクリーニングやロードマッ

プ因子のスクリーニングを加速し、これら候補化合物

や因子を利用した幹細胞分化技術で、in vitro と in 
vivo での検証を行う。 

3) カニクイサル神経幹細胞の分化誘導技術の確立と遺

伝子発現プロファイル解析を行う。 

【平成25年度実績】 

1) 初期心臓原基に限局する因子 MA65が心筋形成を促

進することを明らかにし、論文の執筆を開始した。 

2) 薬剤結合型 AiLec-S1を開発し、腫瘍源となり得る

ES/iPS 細胞を特異的に殺傷することに成功した。ま

た、肺組織前駆細胞を線維芽細胞から直接作製する制

御因子を同定し、新たな技術シーズの開発に着手した。 

3) カニクイサルの海馬および嗅球から15例以上の成体

神経幹細胞を樹立し、遺伝子発現プロファイル解析を

行った。 

 

【平成25年度計画】 

1) 次世代再生治療材料と期待される間葉系幹細胞の再

生治療への応用技術を検討し、またエピゲノム情報を

取得しすることで汎用性の高いデータベース化を行う。 

2) iPS 細胞誘導効率の上昇のため、間葉系幹細胞から

の細胞内代謝と転写因子群を経る初期化機序を明らか

にする。また、初期化過程における mRNA と糖鎖プ

ロファイリングにより、iPS 細胞の前駆細胞たる細胞

分画を同定し、その iPSC 前駆細胞回収技術を応用す

ることで、初期化誘導効率を大幅に向上させるプロト

コル開発を行う。 

【平成25年度実績】 

1) 間葉系幹細胞および分化細胞、未分化 ES/iPS 細胞

のエピゲノム情報を取得した。さらに、高解像度の情

報解析にて各幹細胞に特異的な遺伝子・非遺伝子マー

カーと制御機構を同定した。 
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2) 間葉系幹細胞から未分化 iPS 細胞へのリプログラ

ミング過程において、細胞内代謝について関連酵素な

どの遺伝子発現プロファイリング解析や、ATP 濃度、

酸素消費量、PH 変化等の解析を行った。さらに、次

世代シーケンスを使って遺伝子発現もプロファイルし、

優位に iPS 細胞誘導を上昇させる分画を同定した。 

 

【平成25年度計画】 

・オンデマンドで安価かつ簡便に目的の細胞を分離する

システムを構築するために、操作・分離の対象を幹細

胞や骨・軟骨細胞へと広げる。さらに、細胞足場のた

めのリン酸カルシウムナノコンポジットの製造法の高

度化、ヒト由来間葉系幹細胞とがん細胞の共培養系の

改良と高度化、および、細胞培養・操作のためのバイ

オマーカーツールの開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・幹細胞や骨・軟骨細胞を対象として、流路および電極

の設計変更など操作・分離技術の改良とシリンジポン

プによる回収方法を確立した。また、リン酸カルシウ

ムナノコンポジット製造用基材の種類・表面処理につ

いて検討し、細胞への遺伝子導入機能を向上させるた

めの条件を明らかにした。さらに、ヒト間葉系幹細胞

とがん細胞 NDA-MB-231の共培養系で3次元スフェ

ロイド中でも観察できるような改良と高度化、および、

細胞培養・操作のためのバイオマーカーセンサーチッ

プの作製を行った。 

 

１-(1)-② 組織再生技術や生体材料技術を利用した喪

失機能の代替デバイス技術の開発 

【第3期中期計画】 

・人工心臓の補助循環ポンプにおいて現状の3倍である

90日の無血栓を達成する等、長期生体適合性を有する

人工臓器等による身体機能の代替技術及び材料技術を

開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・Ap-FGF 付加創外骨折固定ピンは品質安定化技術を構

築して臨床研究を遂行する。徐放速度予見可能 in 
vitro 評価法と臨床結果を比較検討する。引き続き、

免疫賦活分子‐アパタイト複合物の、癌再発防止効果

をさらに増強するとともに、作用機構を解析する。抗

血栓性分子‐アパタイト複合層の抗血栓性を in vitro
で評価する。 

【平成25年度実績】 

・Ap-FGF 付加創外骨折固定ピンについては品質安定化

技術を構築を完了し、筑波大学で臨床研究の患者登録

を開始予定（H26/03）。NIH3T3細胞を使用し FGF
徐放速度予見可能 in vitro 評価法を構築した。粒径を

200nm にて免疫賦活能が増強することがわかった。

作用機構については OVA モデルで解析し、サイトカ

イン産生から細胞性免疫活性化することを確認した。

アルブミン‐アパタイト複合層の抗血栓性を in vitro
で評価し、人工心臓用チタンより優れた抗血栓性を有

することを確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・大腿骨骨格構造に最適なカスタムメイド人工股関節設

計システムを開発し、急増する高齢者骨折に対応した

人工股関節とするため骨盤側の最適形状設計を実施す

る。また、人工関節摺動部の構造に関して検討すると

もに人工関節摺動部の耐久性試験方法を検討する。さ

らに、高生体適合性 Ti 合金素材の低コスト化に向け

て、Ta の量を低減した高生体適合性 Ti-15Zr-4Nb-
1Ta 合金の製造技術を検討するとともに薬事製造承認

申請に必要となる力学特性、化学的安全性のデータを

取得する。 

【平成25年度実績】 

・患者の骨格に最適形状となるカスタムメイド人工股関

節の設計システムを開発し、最適設計したステムと骨

盤側のメタルカップ及びそれらの組合せである摺動部

の試作に成功した。また、人工関節摺動部の構造と耐

久性試験方法を開発した。Ta の量を低減した生体適

合性 Ti-15Zr-4Nb-1Ta 合金の国内での溶解に成功し、

丸棒まで製造できた。溶製材の力学特性、化学的安全

性のデータを取得し良好な結果が得られ、生物学的試

験も全て陰性であった。 

 

【平成25年度計画】 

・血液ポンプを構成する材料となりうる、チタン材料試

験片表面に、アパタイトの存在下でシグナル分子であ

るアルブミンまたはラミニンを固定化する最適法を確

立する。この方法を利用して、血液ポンプの血液接触

表面にアルブミンまたはラミニンを固定したバイオラ

イズドポンプを製作し、in vitro または in vivo によ

る血液実験を実施して、抗血栓性を評価する。 

【平成25年度実績】 

・チタン試験片とポリカーボネート試験片の双方で、表

面にアパタイトの存在下でアルブミンを固定化する最

適法を確立した。この方法によってアルブミンを固定

化したチタン材料片は、in vitro 血液試験により有意

な抗血栓性を示し、同アルブミン固定法が、血流条件

下であっても有効であることを実証した。 

  

１-(1)-③ 医療機器開発に資する先端技術の開発と実

用化に向けた基盤整備 

【第3期中期計画】 

・短時間で計測可能な高速診断法、細胞や組織における

分子の機能を解析可能な画像診断法等、治療の安全と

効果の向上を目指した技術を開発するとともに、医療

機器の迅速な製品化に資する開発基盤を整備する。 
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【平成25年度計画】 

・次世代医療機器の早期臨床導入を図るためには、開発

から薬事申請の迅速化、市販後の安全維持などを総括

的に検討し、必要な内容を規定した開発ガイドライン

の策定が有益である。これは、産業の発展、国際競争

力の強化、国民 QOL の向上などに大きく寄与する。

平成25年度はカスタムメイド脊椎インプラント、プラ

ズマによる止血技術、医療機器ソフトウェアなどに関

して検討する。また、これまでに策定した開発ガイド

ラインの普及の学会発表や工業会への講習および関連

資料の作成などを通して、策定した開発ガイドライン

の普及に努める。 

【平成25年度実績】 

・経済産業省「医療機器等の開発・実用化促進のための

ガイドライン策定事業」を受託して、「カスタムメイ

ド脊椎インプラント」等9つの WG（うち新規3件）

を組織してガイドライン案策定を進めた。「ヒト細胞

自動培養加工装置についての設計ガイドライン」等4

通の開発ガイドラインを経済省より公表することにな

った。また、同事業にて4件の「医療機器ガイドライ

ン活用セミナー」を実施し、のべ560人の受講者を集

めた。 

 

【平成25年度計画】 

・開発した ASEM の診断支援機器としての適応範囲を

拡大するため、病原性の種を含む3種類以上の微生物

を新たに検出可能にする。免疫電顕法をに関しては、

3種類以上の生理的にも創薬にも重要なバイオマーカ

ーに対する抗体ラベルを可能とし、その生理機構につ

いて解明する。抗原シグナルの周辺の細胞構造を探る

ために、免疫ラベルと組み合わせることのできる染色

法を開発し、国際誌に出版する。また、ASEM によ

る物性研究への新たな適用例も2件以上確立する。 

【平成25年度実績】 

・食中毒をおこす時に重要な役割を果たす細菌の鞭毛と

繊毛の観察に ASEM を適応し、正チャージ金ラベル

法によってサルモネラ菌の鞭毛、大腸菌の繊毛が、水

中で自然な形で即座に観察できることを国際誌に発表

した。本法により、3種類の微生物の検出が可能にな

った。さらに、感染症時に人間の免疫系・抗体さらに

は抗生物質の作用を妨げ、悪化・慢性化の原因となる

バイオフィルムの微細構造を ASEM により水中観察

することができた。免疫電顕法では、5種類のバイオ

マーカーについて抗体ラベルを実施し国際誌に発表し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・細胞チップを用いた灌流培養および球状組織体による

薬物クリアランスアッセイの実験を継続し、当該技術

が現状技術に代わる新たな医薬品スクリーニング技術

であることを実証する。ヒト iPS 細胞については、

内胚葉系へ効率的に分化誘導できる条件を見出す。 

【平成25年度実績】 

・灌流培養チップで血管内皮細胞を培養することにより、

通常のマルチウェルでは期待できなかった特異的機能

が発現することを見出し、第一三共において薬剤スク

リーニングへの応用試験を開始した。球状組織体によ

る薬物クリアランスアッセイの実験については、田辺

三菱製薬と共同研究を実施し、第2相代謝経路を1週間

維持できることを見出した。ヒト iPS 細胞について

は、灌流培養チャンバーへの初期細胞導入条件が未分

化維持および内胚葉系への分化誘導に及ぼす影響を明

らかにした。 

  

１-(2) 生体分子の機能分析及び解析に関する技術 

【第3期中期計画】 

・疾病の予防や早期診断、早期治療の指標の確立等を目

的として、有用な新規バイオマーカーを同定し、それ

を評価利用する技術の開発を行う。また、新薬開発コ

スト低減に資する創薬プロセス高効率化のための基盤

技術の開発を行う。さらに、これらの技術に資する生

体分子の高感度検出技術、計測及び解析技術の開発と

標準化を行う。特に、感染症の拡大の防止等、医療に

役立つ新規抗体の生産に必要な期間を従来の1/3程度

に短縮する技術の開発を行う。 

  

１-(2)-① ナノテクノロジーと融合した生体分子の計

測、解析技術の開発と標準化 

【第3期中期計画】 

・生体分子の計測、解析機器の高度化と標準化を目的と

して、バイオテクノロジーと情報技術及びナノテクノ

ロジーを融合し、バイオマーカー検出限界を従来技術

の10倍以上向上させる等、生体分子、細胞等を短時間

で簡便に分離解析できる手法や素子を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・臨床検査等での核酸計測の互換性向上と標準化、ヒト

由来核酸の測定プロセスの精度管理を目的に、必要な

核酸標準物質を2種類以上整備する。また、平成24年

度に引き続き米国国立標準技術研究所（NIST）など

と協力し、次世代 DNA シークエンサなどを利用し塩

基配列の純度を評価、認証するために必要な技術開発

を行う。 

【平成25年度実績】 

・臨床検査等での核酸計測の互換性向上と標準化、ヒト

由来核酸の測定プロセスの精度管理を目的に、複数の

スパイクイン核酸標準物質（5種）の作製・評価を完

了し、認証標準物質としての頒布を開始した。また、

平成 24年度に引き続き米国国立標準技術研究所

（NIST）などと連携し、次世代 DNA シークエンサ
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を利用した核酸分子（特定塩基配列）の純度評価、認

証技術の開発を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・ガン転移等の疾病マーカー候補として注目されている

ガレクチン類を非免疫的手法により高感度に検出する

ため、電気化学活性基を認識部位近傍に有する新規ガ

ラクトシド系糖脂質を3種類以上合成する。糖脂質含

有分子膜とガレクチン類との結合作用を表面プラズモ

ン共鳴（SPR）法、電気化学的手法により評価し、

高感度検出に有用な化学構造を探索する。 

【平成25年度実績】 

・ガレクチン類（β-ガラクトシド結合性タンパク質）

を高感度に検出するため、電気化学的検出が可能なフ

ェロセン基を認識部位近傍に有する新規ガラクトシド

系糖脂質を5種類合成した。金基板上で糖脂質含有ナ

ノ分子膜を調製し、ガレクチン類との結合作用を

SPR 法等により評価した結果、化学構造により結合

能に違いのあることがわかり、1位にフェロセニルメ

チルアミノ基を有するラクトース誘導体が最も高い結

合能を示した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度構築したオシレーターセンサーについて、

バイオセンサーとしての実用化に向けた改良を検討す

る。抗原抗体反応や分子認識機能に基づくセンシング

界面の構築材料を開発し、界面構造とセンシング機能

の相関を明らかにする。補体レセプターの単離技術を

確立すると共に、補体レセプターのセンシング界面構

築材料としてのポテンシャルを検討する。 

【平成25年度実績】 

・オシレーターセンサーに抗体を固定化し、抗原抗体反

応への応答を確認した。センシング界面の三次元的構

造が抗体の固定化や非特異吸着抑制機能に及ぼす影響

を体系化できた。補体レセプターの単離法を確立でき、

機能界面構築素材として品質評価に有用な経時的構造

安定性試験を実施した。 

 

【平成25年度計画】 

1) 5%以下の窒素含有率でのカーボン膜の電極活性を

検討し、最適濃度でのバイオマーカーの検出限界を従

来電極に比べて10倍向上させる。 

2) 大腸菌の細胞膜成分である内毒素を捕捉する微粒子

と合成プローブ分子を組み合わせることで内毒素の効

率的な濃縮を行い、ナノカーボン電極を利用したさら

なる検出限界の高感度化をめざす（100pg/mL）。 

3) 平成24年度中に新たに見出した酸化物電極を用いた

チトクローム P450酵素との電子移動について、カー

ボン系の電極と比較しその優位点、課題を明確にする。 

【平成25年度実績】 

1) 窒素濃度5%のカーボン薄膜をスパッタ法で形成し、

活性種の応答より最も活性が高いことを確認したが、

検出限界には、拡散速度の影響が大きいため、バイオ

マーカを用いた定量的な評価はできなかった。 

2) ナノカーボン電極を用いた内毒素検出において、内

毒素を捕捉する微粒子と合成プローブ分子を組み合わ

せることで、200pg/mL の検出限界を達成した。 

3) 酸化物（多結晶 ITO)電極上でチトクロム P450の
薬剤代謝反応の電気化学検出に成功した。電極表面の

酵素サイズの凹凸が効率的な電子移動に重要であるこ

とを示した。 

 

【平成25年度計画】 

・外部刺激を利用して、さらに弱い相互作用を強める方

法を検討し、生体分子認識のスイッチング法を確立、

新規原理によるタンパク質（生体分子）検出法を構築

する。また、生体分子の in vitro 計測のためのプロー

ブ合成と応用のほか、将来の in vivo 計測をも念頭に

入れた新規分子プローブの設計・合成を実施する。昨

年度の研究をさらに展開し、様々なミスマッチ状態の

5'メチルシトシンと抗メチルシトシン抗体とのアフィ

ニティ解析を行う。また、実試料計測へ向けた前処理

法の確立をおこなう。 

【平成25年度実績】 

1) 外部電場を与えて認識膜構造を整えることで生体分

子認識能が高まることを確認し、修飾微粒子を用いた

新規高感度検出を行った。重金属を標識した生体分子

in vitro 計測のため電気化学プローブ合成に成功し、

リポポリサッカライド検出に応用した。将来の in 
vivo 計測をも念頭に入れた新規分子プローブの設計

を行った。 

2) 様々なミスマッチ箇所に対する抗体のアフィニティ

解析を行い、バルジに対して最もアフィニティが高い

ことを突き止めた。また、実試料計測に向け、ビオチ

ン化プローブを用いた前処理法を確立した。 

 

【平成25年度計画】 

・ユーグレナが産生するβ-1,3-グルカンに種々の官能

基や天然由来化合物を導入することで、ファイバー構

築が期待される新たなβ-1,3-グルカンを調製する。

これらβ-1,3-グルカン誘導体と平成24年度に合成法

を確立したコハク酸導入β-1,3-グルカンについて、

ファイバー構築能や包接能などの特性を評価する。 

【平成25年度実績】 

・β-1,3-グルカンに脂肪酸などを導入することにより、

溶融紡糸法でファイバー（フィラメント状繊維）を調

製できる、熱可塑性と曳糸性を併せ持つβ-1,3-グル

カン誘導体を合成した。コハク酸導入β-1,3-グルカ

ンについては、ナノファイバーを基本構造とする水和

ゲルや有機ゲル形成能を有することを見出した。 
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【平成25年度計画】 

・光圧を用いたマイクロチップ型マルチ細胞ソータの開

発では、企業と共同で開発した実用試作機の改良機を

用いて、選別可能な細胞種数、処理速度を評価する。

サンプル面では、動物細胞等の実用的な試料を用いて、

製品化に向けた検討と装置改良を行う。 

【平成25年度実績】 

・企業と実用プロトタイプ機の開発を昨年度から引き続

き実施した。選別可能な細胞種数や処理速度、動物細

胞を用いた分離の評価は実施できなかったが、試作機

の完成を見越して、サンプルとなる動物細胞やマイク

ロ流体チップ構造の検討・準備を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・1)SERS 定量測定における問題点である SERS スペ

クトル変化の機構解明、2)新規ナノ粒子析出法を用い

た SERS 基板開発と生体分子（疾病マーカー分子を

想定）高感度検出への応用、3)プラズモン共鳴光散乱

を用いた単一 DNA 分子の可視化の研究を行う。 

【平成25年度実績】 

1) SERS スペクトル変化の原因がプラズモン共鳴と分

子分極との電磁相互作用の時間・空間揺らぎにあるこ

とを定量的に明らかにした。 

2) 無電解メッキによるナノ粒子作成法を応用して安価

な SERS 基板を開発しその増強メカニズム実証に成

功し、抗原抗体反応の高感度検出の実験系を構築した。 

3) DNA 分子に銀ナノ粒子を光還元合成することによ

って水中でブラウン運動する単一 DNA 分子の可視化

に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続きバイモーダルナノプローブの最適化を行うと

ともに、がん細胞の表面に過剰発現しているレセプタ

ーを識別するリガンドや抗体を利用することにより、

プローブをがん細胞に結合させる。これによって、正

常細胞とがん細胞を区別することも目指す。また、が

ん治療技術の創出のため、ポルフィリンをナノプロー

ブに結合させ、一重項酸素発生を制御する技術を開発

する。 

【平成25年度実績】 

・正常細胞とがん細胞を区別する MRI と蛍光イメージ

ングを同時に実現する光分解可能な蛍光磁性ナノ粒子

を2種類合成した。合成したナノ粒子はリガンドや抗

体などと化学結合させた治療診断用のセラノスティク

スとして、ポルフィリンを利用したナノ粒子複合体を

合成し、標識プローブに用いることにより、培養肺が

ん細胞を検出できた。さらに、標識されたがん細胞に

可視～近赤外光を照射した結果、約70%のがん細胞を

死滅させる光線療法の効果を確認できた。 

 

【平成25年度計画】 

・実時間型の1分子 DNA シークエンシング技術の開発

では、蛍光標識塩基の改良や新規の DNA ポリメラー

ゼを用いることで、ポリメラーゼが連続して取り込む

蛍光標識した塩基の数を50個以上へ拡張することを引

き続き目標とする。これが実現できれば RNA の特定

にも使えるので、網羅的 RNA 解析に応用するなどの

用途も開ける。関連して、DNA 高次構造の解析と制

御の研究も進める。 

【平成25年度実績】 

・1分子シークエンシングから解析できる塩基の数は、

50塩基は達成できなかったが、蛍光標識ヌクレオチド

の改良等により30塩基まで達成することができた。

DNA 高次構造の解析においては、銀ナノ粒子とプラ

ズモン共鳴光散乱を用いた単一 DNA 分子の可視化法

に成功し、退色のない当該可視化法により新たな

DNA 高次構造解析手法の確立を達成した。 

 

【平成25年度計画】 

・細菌解析用に改良した電子顕微鏡試料作製プロトコー

ルを開発し、細胞観察画像の分解能を向上させる。細

菌の電子顕微鏡三次元画像解析によって細胞表面およ

び内部の微細構造を計測し、生体物質の生産、蓄積、

放出等の機能を発現する細胞内の構造情報を整備する。

細胞膜上のタンパク質分子の存在位置を、電子顕微鏡

画像上で特定するための可視化手法を開発する。 

【平成25年度実績】 

・細菌の解析評価において細胞観察画像の分解能向上の

ための、試料急速凍結台を新規に開発し、安定なレプ

リカ試料作製を成功させた。これにより、細菌による

物質生産の結果生じる微細構造変化として、菌体内へ

の蓄積顆粒や菌表面から放出される膜小胞の構造体を

電子顕微鏡によって捉えることが可能になり、三次元

画像による細胞解析手法の開発に至った。また、蛍光

タンパク質標識した特定分子を、電子顕微鏡画像上で

検出する可視化手法の検討を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続きプラズモニック基板を用いたサ

ンドイッチイムノアッセイで、マーカーの50fM 以下

の検出、血清試料の定量評価を目指す。また、プラズ

モニック基板を用いて細胞を培養し、On site で培養

細胞の蛍光像を取得し、通常の基板より10倍明るく空

間分解能が2倍以上高い像を得ることを目指す。 

【平成25年度実績】 

・プラズモニックチップ上のサンドイッチアッセイによ

る腫瘍マーカー検出では、チップの構造を再検討する

ことにより、50fM までを定量的に計測することがで

きた。血清試料については、マウス血清中で定量評価

には至らなかったがマーカー検出は実施できた。また、
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プラズモニックチップを底面に貼りつけて作られたプ

ラズモニックディッシュで細胞を培養することができ、

On site で神経細胞の蛍光像を取得することができた。

ここでの蛍光像は汎用ガラスベースディッシュで得ら

れた蛍光像とく比べ、強度は10倍以上明るく、2倍高

い空間分解能を示した。 

 

【平成25年度計画】 

・現在のナノニードルアレイのニードル形状は根本が細

い逆テーパー状であり、挿入効率が低く、破損しやす

い。この問題を解決するため作製工程を見直しナノニ

ードルアレイの改善を行う。挿入効率を向上するため

のニードルの表面修飾の検討、接近動作の検討を行う。

マイクロピラーアレイを用いた BAM のパターニング

により、ナノニードルアレイの直下に細胞が配列した

細胞アレイを作製する。ナノニードルアレイを用い、

抗体、プラスミド DNA 等の機能性分子の細胞導入に

ついて検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・直径200nm、長さ20µm の高アスペクト比のナノニー

ドルアレイの作製方法が確立された。ナノニードルア

レイの直下に細胞を配列させた細胞アレイの作製を試

み、85%の細胞充填率を達成した。マウス胚性がん細

胞 P19の中間径フィラメントネスチンを標的として、

抗ネスチン抗体を修飾したナノニードルアレイを用い

て、P19の細胞アレイに対して同時挿入を行い、抗体

とネスチンを結合させ、その結合力によって細胞の釣

り上げ分離を試みた。その結果、P19の分離効率は

24%であった。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に測定条件を確立した高速化した回折点運

動計測装置を用いて、nAChR の1分子動態計測

（DXT）を行う。nAChR 及びその細胞外領域に相当

する AChBP をそれぞれ金ナノ結晶標識し、リガンド

や阻害剤の存在・非存在下でタンパク質分子の動きを

計測し、受容体とリガンドの相互作用及びチャネル開

閉の分子動態を明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・100µ秒の分解能で1分子動態計測を行い、従来の X 線

構造解析では捉える事のできなかった nAChR の一分

子動態計測に成功した。アセチルコリン結合タンパク

質 AChBP 及び nAChR は、リガンドフリーの状態で

自律的な摂動を示し、リガンド存在下では傾動→回転

→傾動のダイナミックな動態を示した。また、リガン

ド存在下で nAChR では見られて、膜貫通領域のない

AChBP では見られない動きは、チャネル部分の開口

過程もしくは desensitization に起因する動き（制

動）を見ている可能性が示唆された。 

 

【平成25年度計画】 

・双腕ロボットを誰でも使えるようにするためのティー

チングインターフェースを開発し、幅広く産業化する

事を目指す。 

【平成25年度実績】 

・最適化されたジョブをライブラリー化し、それらのジ

ョブを組み合わせることにより、様々な作業を行える

システムの基盤を構築した。 

 

１-(2)-② 身体状態の正確な把握に資する糖鎖やタン

パク質等のバイオマーカーの探索、検知法開発とその

実用化 

【第3期中期計画】 

・がん及びその他の疾病の予防や診断及び治療に利用す

るため、動脈硬化を伴う脳や心血管障害の直接評価や

がんの識別を可能にする血清バイオマーカー等、有用

な新規バイオマーカーを同定し、それを評価、利用す

る技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・H24年度に引き続き、特定タンパク質濃縮（前処理）

装置とレクチン‐抗体マルチサンドイッチアッセイ装

置を一体化した装置の開発を実施する。企業側で製作

した試作機の評価と結果のフィードバックをメインミ

ッションとし、対象糖タンパク質3種の選定、および

その検出キットの構築も実施する。 

【平成25年度実績】 

・特定タンパク質濃縮（前処理）装置とレクチン‐抗体

マルチサンドイッチアッセイ装置を一体化した装置の

開発を継続実施した。また、試作機のスペックを既存

技術と比較するための評価系を確立し、試作機の評価

と企業側へのフィードバックを開始した。想定される

装置の仕様を考慮して、対象糖タンパク質3種を選定

し、それらのうち2種についてはその検出のためのレ

クチン－抗体サンドイッチ ELISA を構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・分子マトリクス電気泳動について高品質の膜作成法を

構築し、検出法、分離能の改善を進める。膵液および

胆汁を試料とした疾患バイオマーカーの探索への応用

については本格的活用に向けた今後の課題を明らかに

する。また、アフィニティ分子マトリクス電気泳動に

ついては各種レクチンを用いて技術としての基盤を固

める。 

【平成25年度実績】 

・分子マトリクス電気泳動について膜の処理条件を最適

化することにより、高品質の膜を安定的に作成できる

方法を構築した。膵液および胆汁を試料とした疾患バ

イオマーカーの探索への応用については、ムチン種の

同定が本格的活用に向けた最大の課題であることを明
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らかにした。アフィニティ分子マトリクス電気泳動に

ついては LCA、ConA、AAL を用いてレクチンの膜

への固定化率、親水性ポリマーの種類による剥離率の

違いを明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・胆管がんマーカーや、他の肝細胞疾患マーカー候補分

子について、薬事法に基づく製造販売申請を進める。

さらに、卵巣、肺、前立腺マーカーについて、企業と

の連携により申請品を完成させてデータの取得を完了

する。 

【平成25年度実績】 

・肝線維化を定量する有効なマーカーの自動迅速測定系

とキャリブレーター生産方法を構築し、薬事法に基づ

く製造販売申請が承認された。また、保険収載を念頭

に置き厚生労働肝炎研究班で多検体測定を実施した。

胆管がんマーカーも多検体解析と製品化に向けた共同

研究を進めた。卵巣明細胞がんマーカー分子の有用性

を検証し、同時に企業連携で高感度検出の検討を進め

た。前立腺がんのマーカー候補は細胞株などで生化学

的検証を進めた。その他の肝疾患、肺がんマーカー候

補分子の有用性を検証すると同時に、新規マーカー候

補の探索も進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・24年度の結果をもとにさらにモータリンおよび

CARF の機能について、分子解析を行うことで 細胞

老化と癌におけるこれらのタンパク質の役割を明らか

にする。特に正常細胞とがん細胞における発現や機能

制御の差異について比較検討する。 

【平成25年度実績】 

・分子解析を通じて、モータリンが、がん細胞の核に存

在することを新規に見出した。核に局在するモータリ

ンは、p53の阻害とテロメラーゼや hnRNPK の活性

化により、発がんを促進することも明らかとなった。

また、CARF が細胞老化および腫瘍形成を調節する

DNA 損傷応答タンパク質であることを示した。 

 

【平成25年度計画】 

・アシュワガンダ葉の水抽出物やアルコール抽出物の抗

がん活性に関する分子生物的研究を継続する。アシュ

ワガンダ由来の植物化学物質の神経変性表現型への影

響を分子レベルで調べる。またバイオインフォマティ

クスや計算生物学的アプローチを駆使し、インビトロ

及びインビボの実験結果を予測、立証する。さらに優

れた抗がん活性や抗ストレス活性を有する植物化学物

質の新しい組み合わせを引き続き研究する予定である。 

【平成25年度実績】 

・アシュワガンダの葉の水抽出物の抗がん活性の詳細な

分析を行い、トリエチレングリコールが抗がん活性成

分の一つであることを明らかにした。トリエチレング

リコールは、腫瘍抑制 RB タンパク質を活性化した。

さらにバイオインフォマティクスと分子実験的アプロ

ーチによって、アシュワガンダの葉のアルコール抽出

物には抗転移活性があることを示し、hnRNP-K シグ

ナルの不活性化によって引き起こされていることを明

らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

1) 京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区

において、血中の抗体プロファイリングによる難治病

早期診断の大型プロジェクトを誘致し、早期診断法を

確立する。特区の優位性を生かし、臨床現場での使用

を促進する。これに合わせて、不溶化タグ技術を利用

した200種類の有用タンパク質を搭載したプロテイン

アレイの開発を行う。  

2) これまでに発見してきた新規 iPS 細胞誘導促進因

子を中心として、再生医療で使用可能な因子の選択と

実際の利用を図る。  

3) HGPD データベースに自己抗体情報を搭載する。 

【平成25年度実績】 

1) JST 先端計測分析技術・機器開発プログラムを採

択し、北里大や千葉大と連携して炎症性腸疾患や川崎

病の患者血清中自己抗体プロファイリングを開始した。

また、国立がん研究センターとの共同研究を開始し、

最新のがん免疫療法と自己抗体の変化を解析する研究

基盤を構築した。 

2) JST 再生医療実現拠点ネットワークプログラムを

採択し、細胞システム制御遺伝子としてパスウェイ解

析によって約500遺伝子を選出し、エントリークロー

ンの構築を行った。これらの細胞システム制御遺伝子

の実際の利用を図り、京都大学 CiRA や慶応大学医学

部と共同研究を行い、角膜再生および心筋再生の2因

子を発見した。また、プロテインアレイを使用した再

生医療のための機能的プロテオミクスの基盤構築を行

った。 

3) センター内チーム間連携で自己抗体情報のデータベ

ースの基盤を整備した。 

 

【平成25年度計画】 

1) 骨髄高転移性乳がん細胞において、その転移に関わ

っている事が判明した骨形成タンパク質 BMP-7の抗

体の効果を解析する。また抗がん剤耐性がん細胞にお

いて、抗癌剤の細胞内取り込み量を測定し、FGF フ

ァミリー因子の発現と取り込み量との相関について解

析する。 

2) 平成24年度の研究を継続し、がん抑制遺伝子

Kank1と相互作用をするタンパク質の機能解析をさ

らに進めることにより、細胞増殖や細胞分裂などに関

する新しいシグナル伝達経路を明らかにすることで創
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薬ターゲットの探索を進める。 

【平成25年度実績】 

1) 骨髄高転移性乳がん細胞の転移に関わる骨形成タン

パク質 BMP7の中和抗体が、がん細胞の運動能及び

足場非依存的増殖能を阻害することを見出した。抗が

ん剤耐性がん細胞において、FGF13遺伝子の高レベ

ル発現が抗がん剤の細胞内取り込み量を抑制すること

を見出した。 

2) 細胞分裂に関わるタンパク質と Kank1が相互作用

をすることで中心体の複製を制御する低分子量 G タ

ンパク質の機能を制御し細胞分裂を調節することを明

らかにし、Kank1の機能喪失によるがん化抑制のメ

カニズムに関する情報を得た。 

 

【平成25年度計画】 

・新規肺がんマーカーとしての有用性をさらに検証しつ

つ、コアとなる発見を元に特許出願する。また、組織

の病理評価のためのマーカー候補についても、実際に

マーカーとして利用できるか検証を行う。 

【平成25年度実績】 

・新規肺がんマーカーに関して2つの国内特許を企業と

共同出願した。さらにそのうちの一つの因子

（LIPH）に関しては、東大病院外科及び病理との共

同研究により、予後との相関を解析し、手術で治療可

能な肺がんを同定するマーカーであることを解明した。 

 

１-(2)-③ 有用生体分子の構造、機能解析に基づく創

薬基盤技術の構築、改良とその分子の高度生産技術の

開発 

【第3期中期計画】 

・生体分子の構造、機能及び作用機構を医薬品等の創成

や診断手法に結びつけるための基盤技術を開発する。

また、医療に役立つ新規抗体の生産に必要な期間を従

来の1/3程度以下に短縮する技術等、バイオプロセス

を活用した高品質、高効率な生産関連技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に開発した複合型糖鎖加水分解酵素につい

て、基質特異性の改変を検討し、標準品作製のために

汎用性の高い酵素を開発する。新たに1つ以上ヒト糖

転移酵素を大量発現する酵母株を構築し、in vitro で

様々な構造を合成できるようにする。糖鎖機能を活用

した高機能化生物製剤の開発のため、in vivo、in 
vitro での合成技術を組み合わせ、糖鎖構造が均一な

糖タンパク質を1種類以上作製し、機能評価を進める。 

【平成25年度実績】 

・複数の酵母由来の複合型加水分解酵素の遺伝子を用い

てキメラ酵素の作出を行ない、安定性が向上するとと

もに、特異性の低い基質に対して反応性が高くなった

酵素を取得した。ヒト糖転移酵素2種類を酵母で発現

させ、糖鎖修飾に活用した。糖鎖機能を活用した高機

能化生物製剤の開発のため、化学合成したペプチドに

複合型加水分解酵素の糖鎖転移反応を利用して複合型

糖鎖を転移させ、さらにヒト糖転移酵素で修飾を行な

うことで、20種類の糖ペプチドを作製した。また酵母

で発現した糖タンパク質に対して同様に反応が進むこ

とを確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・糖鎖遺伝子が発現している組織や遺伝子改変マウスで

表現型が現れた組織に対して、糖鎖キャリアー分子を

網羅的に同定し、表現型発症の分子メカニズムの解明

を試みる。レクチン IGOT-LC/MS 法を野生型マウス

と糖鎖遺伝子改変マウスの組織に対して適用し、決定

される分子種を比較し、改変した糖鎖遺伝子の基質と

なるタンパク質を決定する。F9, K12, K13マウスの

消化管や G2マウスの免疫細胞を対象に、キャリアー

分子の機能変化とマウス表現型の相関を生化学的に検

討する。 

【平成25年度実績】 

・各種遺伝子改変マウスを用いた糖鎖キャリア分子の探

索と並行して、培養細胞をモデルとした実験系の検証

を行い、K12発現細胞では、レクチン IGOT-LC/MS
法によりおよそ830種類のキャリアタンパク質を同定

し、同時に糖鎖構造も決定した。G2マウスの免疫細

胞を用いた解析では、G2糖鎖がある特定のタンパク

質群に存在している可能性が示唆された。また、F9
マウスではレクチン以外に抗体を用いるエンリッチ法

の開発を行った。さらに糖転移酵素様 GALNTL5欠
損がヒトの精子無力症のモデルとなることを明らかに

した。 

 

【平成25年度計画】 

・B 型肝炎ウイルス（HBV）の感染過程における糖鎖

の役割を明らかにし、肝疾患の専門家との補完的医工

連携体制を構築し B 型肝炎の創薬ターゲットの開発

を目指す。HBs 抗原および HBV 感染可能細胞のグ

ライコプロテオミクス解析により糖鎖プロファイリン

グを行う。HBV-宿主細胞における糖鎖の役割を明ら

かにするために、肝細胞結合に関わるレクチン様分子

を探索する。HBV を産生する肝細胞の糖鎖合成系を

阻害し、HBV 粒子の形成・分泌能を比較する。 

【平成25年度実績】 

・HBV の HBs 抗原上の糖鎖付加部位を質量分析によ

り同定した。抗体とレクチンアレイを組み合わせるこ

とで、ナノグラムオーダーのウイルス粒子を破壊せず

に糖鎖構造情報を取得する方法を確立した。HBV 感

染可能細胞を糖鎖遺伝子定量システムや次世代シーケ

ンサーにより解析し、肝細胞に発現する複数種の

HBV 糖鎖受容体候補分子を同定した。siRNA ライブ
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ラリーを用い糖鎖改変細胞を作製しスクリーニングを

行い、HBs 抗原上の糖鎖付加を減少させる遺伝子を

同定した。 

 

【平成25年度計画】 

・ELISPOT 法をベースにした原虫感染の検出およびワ

クチン効果評価にかかる基盤技術の動物医薬品企業へ

の移転を完了し、原虫病ワクチンの治験を実施する。 

【平成25年度実績】 

・産総研で開発したワクチンの評価技術について、

（株）共立製薬への技術移転が完了した。さらに、帯

広畜産大学を代表機関として、産総研、東海大学、

（株）共立製薬とともにコンソーシアムを形成し、ワ

クチンの製造販売承認の獲得を目指したプロジェクト

（ウシの小型ピロプラズマ病に対するワクチンの開発

研究)が、平成25年度「農林水産業・食品産業科学技

術研究推進事業」に採択された。これらにより、ワク

チンの実用実用化にむけた環境整備・実施準備が完了

した。 

 

【平成25年度計画】 

・進化ポテンシャル評価法のレクチン分子以外への活用

をめざし、抗糖鎖抗体作製への応用展開を試みる。抗

体関連遺伝子等のリソースについては技術系企業と連

携し、糖鎖レクチン工学研究チームが有するエバネッ

セント励起式糖鎖アレイシステムや進化ポテンシャル

法を活用することにより、これまで開発が難しかった

抗糖鎖抗体の作製基盤技術の開発に挑む。さらに、レ

クチン分子自身の改変、実用化研究も産業ニーズに応

じ推進する。 

【平成25年度実績】 

・抗糖鎖抗体の応用展開では十分な成果が得られていな

いが、進化ポテンシャル法に関連したレクチン改変研

究が起点となり、キノコ由来のガレクチンがなぜ硫酸

化ガラクトースを含む多様な糖鎖に対する特異性を示

すのかについて、新規な知見を得ることができた。ま

た、その推定メカニズムを実証するため、X 線結晶解

析による詳細解析をつくば地域連携により行い、その

証明に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・GPI の脂質リモデリングに関する研究を進め、メタ

ノール資化性酵母等における GPI の脂質リモデリン

グ系の遺伝子の探索を行い、その機能を調べる。また、

脂質リモデリングが GPI アンカー型タンパク質の最

終目的地を決定している可能性について検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・GPI の脂質リモデリングに関する研究を進め、メタ

ノール資化性酵母において PER1、GUP1、CWH43

遺伝子が脂質リモデリングに関与することを明らかに

した。また、脂質リモデリングに関与する遺伝子

CWH43が、GPI アンカー型タンパク質 Cwp2p の細

胞壁への移行に寄与することを見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・アミロイドβタンパク質の集積を防止あるいは制御す

る分子の開発に資するために、50種類以上の修飾なら

びに変異タンパク質等を系統的に作成して、アミロイ

ドβタンパク質との相互作用と集積構造周期の情報を

収集し、分子間配向様式の解明を試みる。また、イン

フルエンザウイルスヘマグルチニンを細胞表面に発現

する培養細胞株に対する蛍光ラベルしたニワトリ赤血

球の結合量を相対的に測定するための測定条件を検討

し、インフルエンザウイルスの細胞吸着を抑制する生

理活性物質探索のためのアッセイ系を開発する。 

【平成25年度実績】 

・約300種類の変異タンパク質の解析からアミロイドの

集積には2つの領域が一組として関与していること、

またアミロイドβタンパク質と系統的修飾タンパク質

との相互作用解析から、その領域中央部での修飾が規

則的集積性をより低下させることを解明した。また、

インフルエンザウイルス主要膜成分の遊離コレステロ

ールの細胞内局在を可視化するため、これまでに開発

した蛍光プローブの細胞染色条件下において、誤差

10% 程度の範囲で 24時間および 48時間の細胞

（MDCK cell）の生育・活性に影響がないことを実

証した。 

 

【平成25年度計画】 

・これまで開発した改変アフィニティリガンドタンパク

質の技術移転を推し進める。抗体医薬の品質管理に応

用可能な小型人工タンパク質の分子特性を分析し、そ

の実用化のためのフィージビリティ評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・改変アフィニティリガンドタンパク質に関しては、資

金提供型共同研究の成果をまとめ、4件の周辺特許を

民間企業と共同で出願し、産総研が単独で有する基本

特許の権利強化を進めた。小型人工タンパク質に関し

ては、核磁気共鳴測定、表面プラズモン共鳴測定、円

偏光二色性測定、蛍光分光測定、プルダウンアッセイ

等を行い、その分子特性を分析した結果、抗体医薬の

構造不均一性を管理評価する新型装置の技術開発に応

用できることを確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・新規抗体の生産に必要な期間を短縮するためには、高

発現細胞株の構築、培養条件の最適化、糖鎖構造の分

析、等を迅速に行う必要があり、そのために培養液中

から抗体を迅速に精製し定量する技術が求められる。

そこで、1時間以内に、96種類の培養液から抗体を精
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製し0.2mL の培養液に含まれる0.02mg/mL から

2mg/mL の抗体を再現性よく定量できる96ウェルマ

ルチカラムプレートを開発する。 

【平成25年度実績】 

・カラムへ導入するリガンドタンパク質固定化用の官能

基を検討することによって、非特異的吸着を低減した

96ウェルマルチカラムプレートを開発した。さらにカ

ラム洗浄液の組成や精製工程を検討した結果、開発し

たマルチカラムプレートを用いて、96種類の培養液か

ら45分以内に抗体を精製し、0.2mL の培養液に含ま

れる0.02mg/mL から2mg/mL の抗体を再現性良く定

量できるようになった。 

 

【平成25年度計画】 

・RNA の合成や代謝に関わる酵素の分子機能と構造に

関する研究をひきつづき行う。特にウイルス由来の

RNA 合成酵素と宿主タンパク質の複合体に関する機

能構造解析、また、発生、分化、がん化に関わる低分

子 RNA の発現を制御するヒト由来鋳型非依存的

RNA 合成酵素複合体に注目し、これらのタンパク質

複合体解析、機能解析、X 線結晶構造解析を行う。ま

た、タンパク質合成に関わる鋳型非依存的 RNA 合成

酵素の機能構造解析を行う。 

【平成25年度実績】 

・ウイルス由来の RNA 合成酵素と宿主リボゾームタン

パク質との複合体結晶の作成に成功し、その構造を決

定した。低分子 RNA 発現制御に関わる鋳型非依存的

RNA 合成酵素と相互作用する因子を質量分析で解析

し、その因子のいくつかに関して相互作用を生化学的

方法で確認した。タンパク質合成に関わる鋳型非依存

的 RNA 合成酵素のうち tRNA 修復に関わる酵素単体、

RNA との複合体複数の結晶化し、構造決定に成功し、

反応分子機構の一端を解明した。また、別の種類

tRNA 修復酵素の RNA との複合体の結晶化、構造決

定に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、生殖巣キメラニワトリの解析

を行う。特に300羽規模の後代検定を行い、組換え始

原生殖細胞由来個体の樹立可能性を検討する。また、

ニワトリ始原生殖細胞に対する遺伝子編集技術の適用

可能性について検討を行う。平成25年度は、標的遺伝

子欠損ニワトリ始原生殖細胞株を2系統以上作製する

ことを目標とし、組換技術に依存しないニワトリ遺伝

子操作技術の開発を目指す。 

【平成25年度実績】 

・生殖巣キメラニワトリの解析として、600羽規模の後

代検定を実施した。この検定で現行の組換え始原生殖

細胞による個体樹立可能性について検討を行ない、組

換え後代樹立に向けたキメラ率改善の必要性を明らか

にした。また、ニワトリ始原生殖細胞を用いた遺伝子

編集技術の開発を行った。標的遺伝子を部分欠損する

細胞株4系統を作成し、組換え技術に依存しないニワ

トリ遺伝子操作技術開発に向けた端緒を得ることがで

きた。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、バイオセンサーや人工酵素の

開発の手掛かりとなる有用タンパク質の物性、構造、

機能解析を目指して発現、高純度精製を試み、結晶化

および立体構造解析を行う。また、有用タンパク質の

好熱菌発現系開発のため、βガラクトシダーゼやカロ

テノイド合成系遺伝子を利用し、プロモーター活性評

価用ベクター等を構築する。 

【平成25年度実績】 

・キチン二糖体を基質とする古細菌のデアセチラーゼの

結晶構造を決定し、推定された活性部位のアミノ酸置

換により活性が消失することを確認した。さらにデア

セチラーゼを測定試料として、電顕像解析法の改良を

試み、新規傾斜像解析手法を開発した。また、関連す

る酵素の構造解析を進め、活性部位を同定する方法を

検討した。好熱菌発現系開発では、カロテノイド発現

量の増強株作製に成功した。また、βガラクトシダー

セ遺伝子を用いて、正確なプロモーター活性測定が可

能なアッセイ系を構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・ヒトの複合型糖鎖中間体（M5）を生産する酵母株に、

さらにヒト複合型糖鎖構築に必要な糖転移酵素を順次

発現させることによって、M5糖鎖に GlcNAc が付加

された N-結合型糖鎖を生産する酵母株の開発を目指

す。また、平成24年度の全ゲノム解析のデータを元に、

変異点の解析を行い、糖鎖欠損酵母の増殖回復のため

に必要な遺伝子の探索を行う。 

【平成25年度実績】 

・ヒトの複合型糖鎖中間体（M5）を生産する酵母株に

GnT-I 遺伝子、Man-II 遺伝子、GnT-II 遺伝子を導

入することにより M5糖鎖に GlcNAc が付加された

N-結合型糖鎖を生産する酵母株を開発することに成

功した。また、全ゲノム解析のデータを詳細に解析す

ることにより、増殖能が回復した酵母株の変異点を特

定することができた。さらに、M5を生産する酵母株

のプロテアーゼ遺伝子である PEP4、PRB1遺伝子を

同時に破壊した株を構築し、タンパク質生産性の高い

株を開発することに成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・人工染色体ベクターを利用した複数種の発光レポータ

ー導入細胞および動物の樹立方法を確立し、これらを

用いた生体リズムおよび免疫応答マーカーの検出によ
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る分子機構解析と、睡眠改善薬、食品機能性因子、化

学物質等の薬効評価を実施する。また、数日間以上細

胞の活性を保持した状態で遺伝子発現等の細胞情報を

発光レポーターによりリアルタイムに検出できる装置

の試作を行う。 

【平成25年度実績】 

・炎症関連遺伝子プロモーター、時計遺伝子プロモータ

ー、内部標準プロモーターと3種の発光レポーターを

連結したカセットを人工染色体ベクターに挿入した安

定細胞株の樹立に成功した。またこの細胞は3カ月以

上の継代培養においてもサイレンシングを生じること

なく安定な発光を維持すること、従来法で作製した細

胞よりも10倍以上の高い発光を示すことを明らかにし

た。装置開発においては、マルチウェルプレートに対

応した緑色、橙色、赤色発光レポーターのリアルタイ

ム同時計測が可能なルミノメーターを試作し、装置検

証を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・前年度に引き続き、Gas7b の微小管系、アクチン系、

およびこれらの混在する系における役割とそのメカニ

ズムの解明を目指した研究を行う。Gas7b がどのよ

うな分子形態で微小管やアクチンを架橋するか、また、

分子のどのドメインで結合するかを解析する。 

【平成25年度実績】 

・神経細胞でアクチンフィラメントおよび微小管の制御

に関わり、アルツハイマー疾患との関連が示唆される

タンパク質 Gas7b について、これらの細胞骨格系と

の相互作用を電子顕微鏡を用いて観察した。その結果、

Gas7b がアクチン同士、微小管同士を架橋し、さら

にアクチンと微小管を架橋することがわかった。また、

分子の特定部位を金粒子でラベルすることにより、

Gas7b がオリゴマーを形成し、C 末側にある F-BAR
ドメインで微小管およびアクチンと結合することを示

すことができた。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き、細胞運動とガン転移における細胞膜上での

ホスホリパーゼ D の役割をイメージングを用いて解

明するため、前年度に構築したマルチカラー全反射顕

微鏡の制御機器整備を進め、2種または3種のタンパク

質の同時1分子計測を行う。また、細胞運動における

ホスホリパーゼ D のシグナル伝達経路を明らかにす

るために、セルチップによるキノーム解析から同定し

た細胞運動関連遺伝子群とホスホリパーゼ D 間にお

けるクロストークをパスウェイ解析により明らかにす

る。 

【平成25年度実績】 

・マルチカラー全反射顕微鏡のレーザ切り替え制御部を

構築し、PLD とその制御因子の3色同時観察を行った。

また、セルチップにより同定した細胞運動関連遺伝子

31種と PLD のパスウェイ解析を進め、細胞運動に関

与するシグナル経路を描写したところ、本経路におい

て EGFR、GRB2、Src がシグナル伝達ハブを形成し

ていることを見出した。また、パスウェイ解析により、

スクリーニングによって同定されなかった33遺伝子を

新たに取得した。 

 

【平成25年度計画】 

・アクチンフィラメントの構造多型、構造変化の生理的

意義の解明を進めるため、複数のアクチン結合タンパ

ク質が共存する際にそれぞれのアクチンフィラメント

との結合がどのように影響しあうか、およびアクチン

結合タンパク質が結合した際のアクチンフィラメント

の構造変化の詳細な解析を行う。 

【平成25年度実績】 

・GFP を融合したアクチン結合ドメインの遺伝子を13

種作製し、予備的な局在解析を行った。また金沢大学

古寺准教授と共同研究を行い、コフィリン結合に伴う

アクチンフィラメントの構造変化を高速 AFM で直接

可視化することに成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・現場海域での実験を行う。対象は沿岸表層域として、

動物プランクトンの深度別現存量、時刻による変化を

測定し、従来の採集では不可能であった時間的に高頻

度、空間的に連続な測定を行う。また測定の結果を検

証するために現場で層別採集を行い、深度分布の測定

を確かなものとする。 

【平成25年度実績】 

・ホログラフィー式懸濁粒子撮影装置の開発を行った。

本装置は半導体レーザー、光ファイバーによる横モー

ド選択、さらにファイバーコリメーターの利用により

現場での測定に必要な耐振動性の高い装置とすること

ができた。現場測定結果の検証用の安価に製作できる

高精細サンプラーを開発した。植物プランクトン用の

サンプラーでは5cm 分解能で、動物プランクトン用

では10-20cm の分解能で測定が可能であった。現場

での分布測定の結果、従来考えれていたより微細な分

布構造が動植物プランクトンともに表層にあることが

わかった。 

 

【平成25年度計画】 

・高分子複合体の電子顕微鏡構造解析を継続し、膜タン

パク質や対称性の低い植物ウイルスを用いた単粒子解

析の技術開発と解析、および核内高分子であるラミン

の重合制御の電子顕微鏡解析を推進する。 

【平成25年度実績】 

1) 負染色電子顕微鏡画像を用いた単粒子開発法により、

ヒト白血球抗原の一種の立体構造を決定することが出
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来た。また単粒子解析技術の改良を行い、二次元平均

化サイクルの中に長軸を合わせるステップを導入する

ことで画像の収束を促進させることができた。 

2) 核タンパク質であるラミンの重合化を電子顕微鏡で

評価し、ジストロフィーを発症する変異ラミンの多く

に重合異常を認めた。重合異常の原因を明らかにする

ために超遠心分析法等を用いて解析したところ、リン

カー領域のアミノ酸組成が重合化に特に重要であるこ

とが判明した。 

 

【平成25年度計画】 

1) 皮膚特異的 FGF18ノックアウトマウスの遺伝子発

現解析などを通じて FGF18による毛成長周期制御の

機構を推定する。 

2) ヒト代謝調節ホルモン FGF19について、FGF19様
作動薬の創薬に向け、FGF19と補助受容体との相互

作用を、受容体分子型の動物種の違いの比較に基づき

評価する。 

3) 新しい蛍光色素を臨床へ応用するために、新しい蛍

光波長の色素を検討し、多重染色システムを構築する

ことで病理診断法の確立を目指す。 

【平成25年度実績】 

1) 皮膚特異的 FGF18ノックアウトマウスにおける毛

包の遺伝子発現解析により、毛成長休止期の短縮の機

構の一部は成長期特有の遺伝子発現の昂進であると推

定された。 

2) マウスおよびヒト由来の培養脂肪様細胞に対するヒ

ト代謝調節ホルモン FGF19の活性として、発現誘導

される遺伝子を比較評価した結果、多数の発現の相違

が確認された。 

3) 新しい蛍光色素を用いた病理検体の4重染色プロト

コールが完成し、複数のマーカーを同時に検出するこ

とが可能になったため、腎がんの病理診断の基礎を確

立することができた。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度までは、結合を指標に標的特異的分子を選

択する試験管内進化を行っていたが、それに加えて所

定の細胞活性・生理活性を示すものを選択する手法を

導入する。昨年度確立した IVC 法と組み合わせて、

細胞分化や増殖活性を示す新たなペプチドを探索・創

出を目指す。ペプチド探索の迅速化のために次世代シ

ークエンサーデータ解析のためのプログラムを開発す

る。 

【平成25年度実績】 

・細胞増殖活性を示すペプチドを鋳型とするランダムペ

プチドライブラリに IVC 法を適用し、ラット海馬の

初代培養細胞において神経突起伸長活性を示すライブ

ラリ画分を同定することに成功した。 

・結合を指標に標的分子を選択する試験管内分子進化技

術で得られた数十万個のクローンを次世代シーケンサ

ーにより解析、得られたデータから一時間以内に結果

を得るプログラムの開発に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

1) 細胞内微細構造の観察を可能にする顕微鏡技術の開

発を進めるとともに、核内や神経シナプス構造での微

細構造変化や分子動態変化を規定する分子メカニズム

を明らかにする。Qdot などのナノ粒子を用いた新規

細胞標識分子の研究も進める。 

2) 神経変性疾患モデル動物を用いて、細胞内アミロイ

ドβ蓄積による細胞毒性と神経機能変化の詳細を解析

する。生体内でアミロイドβ凝集を抑制する因子の同

定を行う。 

3) モデル動物を用いた神経脳情報抽出システムを確立

し、感覚等の刺激に応じた行動や神経活動の変化を明

らかにする。 

【平成25年度実績】 

1) 特に超解像顕微鏡観察用の試料作製法と観察手法の

改良を進め、核内構造体や細胞骨格、ミトコンドリア

などの微細構造を高解像度で取得する事に成功した。 

2) アルツハイマー病モデル動物における脳機能解析と、

アミロイドβの細胞内動態解析を進め、加齢に伴う神

経変化とアミロイドβの分子特性を明らかにした。ま

た、RIN-1によるアクチン骨格と膜上受容体の動態変

化による形態制御機構を明らかにした。 

3) 新規のカルシウム感受性プローブを組み込んだ観察

系を構築し、嗅覚入力の刺激により惹起されることを

確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・電子顕微鏡を用いた単粒子解析法を情報学的に改良し、

新たな自動解析アルゴリズムを構築する。本法を利用

して、新たに創薬に重要なタンパク質の精製に成功し、

透過型電子顕微鏡により様々な方向を向いた単分散粒

子像を撮影する。これらの粒子像を基に3次元構造を

計算する。これら研究・開発により、新規な構造解析

アルゴリズム1件とタンパク質構造を1件以上解明し、

創薬の基盤とする。 

【平成25年度実績】 

・電子顕微鏡を用いた単粒子解析法を情報学的に改良し、

5つの評価関数群による新たな自動解析アルゴリズム

を構築した。本法を利用して、新たに創薬に重要な膜

タンパク質であるトランスロコン SecDF の精製に成

功し、透過型電子顕微鏡により様々な方向を向いた単

分散粒子像を撮影し、SecDF の3次元構造を計算した。

SecDF の異なる2状態での構造を解明することに成功

し、その動きを解明した。これら研究・開発により、

新規な構造解析アルゴリズム1件とタンパク質構造解

析1件を達成した。 
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【平成25年度計画】 

1) 新規修飾核酸等を利用した核酸医薬に関する技術開

発を行う。神経調節機能因子の機能解析、その作用機

序に基づく核酸医薬の開発を行う。異なるターゲット

に対する細胞マイクロチップ技術基板・システムを構

築し、これを検証する。 

2) フラグメントエボリューション法を用いた抗 NTD
創薬を行う。 

3) 試験管内免疫による特異的抗体産生細胞誘導システ

ムに関する技術開発を行う。 

4) 消化管免疫機構に作用する機能性因子の評価技術を

開発し、その生体分子標的を解明する。 

【平成25年度実績】 

・エキソソームに結合する RNA アプタマー及び、µオ

ピオイド受容体に対してアゴニスト活性を示す DNA
アプタマーを取得した。小分子薬剤の細胞応答やがん

細胞の遊走関連遺伝子を評価できる細胞マイクロチッ

プ技術を確立した。ジヒドロオロト酸脱水素酵素を抗

NTD 創薬の標的とし、変異体も含めた高次構造決定

を行い、また、NMR を用いた相互作用評価系の構築

も行った。試験管内免疫により誘導した抗体産生細胞

から抗体遺伝子を単離し、抗原特異的抗体を樹立した。

二重鎖 RNA による乳酸菌に特有の抗炎症メカニズム

を解明した。 

 

【平成25年度計画】 

・10遺伝子以上を搭載できる次世代 SeVdp ベクターに

シャペロン遺伝子を搭載して、分泌タンパク質の発現

最大化を行う。またベクター作製から最大発現までに

かかる時間を6週間以内に短縮する。 

【平成25年度実績】 

・次世代 SeVdp ベクターに抗体遺伝子を搭載し、20 

pg/cell/day の発現効率を達成した。またシャペロン

遺伝子については、4種類の解析が終了した時点でま

だ効果のあるものは見出しておらず、さらに他の遺伝

子について検討を開始した。またベクター作製法を改

良し、ベクター作製から最大発現までにかかる時間を

5週間に短縮した。 

 

【平成25年度計画】 

・バイオ医薬の簡便かつ迅速な糖鎖管理を実現するため

に、酵母の酵素を活用して合成した糖ペプチド標品を

標準物質として活用し、昨年度から進めている糖ペプ

チドのキャピラリー電気泳動による分離分析系の構築

を完了させる。 

【平成25年度実績】 

・簡便かつ迅速な糖鎖管理を実現するために、糖ペプチ

ド標品を標準物質として活用したキャピラリー電気泳

動による抗体糖ペプチド分離分析系の構築を完了させ

た。 

１-(3) 情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術

や診断技術 

【第3期中期計画】 

・効率的な創薬や、個の医療の実現に向けて、ヒトの遺

伝子、RNA、タンパク質、糖鎖情報等のバイオデー

タベースを整備し、それらの配列情報と分子構造情報

を用いた創薬支援技術及び細胞内のネットワーク、パ

スウェイの推定やシミュレーション等のシステム生物

学的解析を用いた創薬基盤技術の開発を行う。特に、

医薬品候補化合物について従来の5倍程度の効率で選

択することを可能とするために、遺伝子やタンパク質

の機能予測技術の開発を行う。 

  

１-(3)-① 配列情報と分子構造情報を用いた創薬支援

技術開発 

【第3期中期計画】 

・遺伝子やタンパク質の機能予測及び特定のタンパク質

や糖鎖と相互作用する化合物の探索等、膨大な化合物

の中から従来の5倍程度の効率で医薬品候補を選び出

すことのできる技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・肝細胞がん、肺がん、卵巣がんについて、それぞれマ

ーカー候補の発見と検証についての論文を発表する。

また新規肝細胞がんマーカーについては、候補の選択、

疾患関連糖鎖変化の検証を行い、論文化を目指す。 

【平成25年度実績】 

・肝細胞がんマーカー候補の発見についての論文が受理

され、公開された。 

・ここで発見された候補のうち有望な1分子について臨

床的有用性を検証し、結果をまとめた論文を投稿し、

受理された。 

・卵巣がんマーカーの発見と検証の論文も投稿し、受理

された。 

・肺がんマーカーについて論文投稿を準備した。新規肝

細胞がんマーカーについては探索、検証を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・糖鎖とタンパク質の相互作用に関して、X 線結晶構造

解析で解釈できなかった諸課題について、エネルギー

計算を駆使して相互作用の本質の解明に取り組む。阻

害剤開発に関して、類似の構造既知の酵素をモデルと

してインシリコスクリーニングを開始、同時に標的酵

素の精製、結晶化を試みる。 

【平成25年度実績】 

・糖鎖とタンパク質の複合体について、結晶構造を基に

した量子力学／分子動力学計算を駆使して、水素原子

および水和水を組み込みながら最適化安定構造を得る

ことに成功した。この構造を基に、水分子を介した糖

鎖とタンパク質の弱い相互作用を見積もり半定量評価
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を行った。糖転移酵素の阻害剤開発のために、結晶構

造解析のスループットを上げるための環境を整備した。

また、インシリコスクリーニングによる IT 創薬にお

いて問題となる課題の抽出を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・創薬等支援基盤技術プラットフォーム事業を拠点とし

た、分子モデリング技術による高度創薬支援研究およ

び高度化研究を行う。支援研究では、実験系研究機関

との共同研究を通じた創薬標的タンパク質立体構造予

測データーを提供する。高度化研究では、「京」計算

機を活用した分子動力学計算による構造サンプリング

技術の創薬標的への応用研究を行う。 

【平成25年度実績】 

・創薬等支援基盤技術プラットフォーム事業において、

アカデミア中心に9件の支援研究を実施した。さらに

民間企業5社との資金提供型共同研究課題を実施した。

また、創薬に関する技術者養成コースを6コース開催

し、人材養成活動にも取り組んだ。高度化研究では、

RNA-RNA 複合体予測システムを開発し、解析ツー

ルとして外部公開した。創薬ターゲットである

GPCR に特化した高精度モデリング手法を開発した。

「京」計算機を用いた創薬研究では、分子動力学計算

による高精度相互作用予測および検証を行った。 

 

【平成25年度計画】 

1) 大容量ゲノム配列比較の感度を高める為、suffix 
array の線形時間構築実装を更に改良する（subset 
seeds に対応）。 

2) 高速かつ高感度な read mapping 手法を開発する。 

3) 細胞内小器官のゲノム進化研究を支援するソフトウ

ェアパッケージを公開する。 

【平成25年度実績】 

1) これまでに開発した「DisLeX 変換」アルゴリズム

を拡張し、subset seeds でも線形時間で suffix array
の構築ができるソフトウェアを実装した。 

2) 高速かつ高感度な read mapping 手法を開発した。

DNA メチル化測定実験データ解析ソフトウェアを複

数のマッピングプログラムに対応させ、さらにクラス

ター計算機で並列動作させることができるようにした。

また、ユーザーマニュアルの改善も行った。 

3) 細胞内小器官のゲノム進化研究を支援するソフトウ

ェアパッケージを開発した。 

 

【平成25年度計画】 

1) 実験グループ（感染研）と共同で赤痢アメーバ新規

マイトソーム外膜タンパク質の確認を行う。 

2) 実験グループ（名古屋大学）と共同でミトコンドリ

ア外膜複合体 TOM40のモデリングを行う。 

【平成25年度実績】 

1) これまでに開発した外膜蛋白質予測技術をマイトソ

ーム用に改良し、赤痢アメーバの新規マイトソーム膜

タンパク質を特定した。 

2) 連携先の架橋データに基づき、立体構造の制約や進

化保存度を考慮し、TOM40複合体のモデルを構築し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・NEAT1と相互作用するタンパク質の機能制御解析と、

NEAT1によって構築される核内構造体の生体内機能

や疾患との関わりを培養細胞、KO マウスを用いて解

析する。また両生類で見いだした NEAT1オーソログ

の発現構造解析と機能解析を実施する。24年度に新た

に見いだした RNA 依存的核内構造体の生体内機能解

析や RNA 成分の同定を行う。RNA の化学修飾の生

合成の反応機構と制御機構を解析し、翻訳後修飾が

RNA 修飾反応や他の標的に対しにどのように機能し

ているかをあわせて解析する。 

【平成25年度実績】 

・NEAT1 ncRNA の新機能として転写因子を核内構造

体に係留し活性を抑制するスポンジ機能を発見した。

また筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者の運動ニュー

ロンで、異常な NEAT1発現に伴う構造体が形成され、

ALS タンパク質が係留されることを検出した。両生

類 NEAT1の組織発現解析を行った。また特定がん細

胞でのみ検出される新規構造体と、霊長類特異的ゲノ

ム増幅領域由来の ncRNA が局在する新規構造体を発

見した。RNA の化学修飾の生合成については、補欠

分子族の関与した新規な標的残基の活性化機構を発見

した。 

 

【平成25年度計画】 

・質量分析用サンプルの前処理工程を自動化・ロボット

化したシステムを創薬基盤技術として活用していく。

製薬企業が開発している新薬候補化合物のプロファイ

リングを行い、薬理薬効メカニズム解明を目指す。 

【平成25年度実績】 

・質量分析用サンプルの前処理工程の自動化・ロボット

化に成功し、製薬企業数社とともに実証研究を開始し

た。 

【平成25年度計画】 

1) 今までに開発してきた薬物探索計算技術を改良しつ

つ、簡便な活性の推算手法、薬物の副作用の予測など

を基礎とした分子設計システムなどの新たな薬物分子

設計技術の開発に着手し、従来の2倍程度の効率で医

薬品候補を選び出すことのできる技術を開発する。 

2) NMR でのタンパク質-化合物相互作用解析法の高

度化・高速化を目指し、高分子量タンパク質中の化合

物結合部位と運動性変化を同時に評価可能な新たな解

析手法を開発し、一度の測定で得られる情報量の倍化
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を図る。 

【平成25年度実績】 

1) タンパク質と化合物の複合体の短時間 MD シミュ

レーションから、薬物の活性を求める方法を開発した

結果、それまでのドッキングスコアによる活性推定誤

差平均2.5kcal/mol から、新手法では、1.2kcal/mol
程度の精度が得られ、誤差を半減することで、無駄な

分子設計を半減し医薬品候補物質の選出効率を2倍に

することができた。 

2) NMR 緩和速度の測定から、薬物の結合に伴うタン

パク質の運動性を定量的に評価することで、薬物と直

接結合し運動性が低下する領域＝結合部位と、結合に

伴って運動性が亢進し、結合に対しエントロピー的に

寄与する領域を同定することに成功した結果、従来は

一度に結合部位予測情報しか得られなかったのに比較

して結合部位とダイナミクスの2倍の情報を得ること

ができた。 

 

１-(3)-② システム生物学的解析を用いた創薬基盤技

術の開発 

【第3期中期計画】 

・転写制御、シグナル伝達、代謝に代表される、細胞内

のネットワーク、パスウェイ等の推定やシミュレーシ

ョンにより、創薬に必要な化合物の設計と合成、標的

分子を推定する技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・比較ゲノム科学方法および機能ゲノム科学的方法によ

る二次代謝系遺伝子クラスタの予測技術に関して、新

たな指標の導入や他の方法との組合せ等によって網羅

性と正確性の向上を図る。創薬における天然化合物の

生産性の向上を目的として、優れた形質を獲得した株

の変異を網羅的・効率的に解析する技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・遺伝子発現を利用した二次代謝遺伝子予測技術に関し

て、多数の培養条件に基づいて網羅的に予測する技術

を開発し、未知の生合成系の同定・実証を行った。比

較ゲノム解析法を用いた二次代謝遺伝子予測技術の基

盤技術を開発し、多数の既知遺伝子の予測に成功した。

多数の変異株のゲノム情報から鍵となる変異を予測す

るための基本的 DB・ツールを整備した。 

 

【平成25年度計画】 

1) 独自開発のネットワークスクリーニング及び表現型

相異指向解析法を含む数理手法を統合して、薬効メカ

ニズム解明及び創薬ターゲット絞り込みに特化したシ

ステムを開発する。 

2) 国立がんセンター研究所との共同研究により、悪性

がんのメカニズム解明およびその創薬ターゲット推定

を行う。 

3) 転写因子絶対定量データに基づく刺激応答パスウェ

イ推定システムを開発する。 

4) 幹細胞の性質を利用した悪性ガン併剤探索システム

を構築する。 

【平成25年度実績】 

1) 解析統合ソフトウェア KNIME により創薬ターゲ

ット推定システムのプロトタイプを作成した。 

2) 国立がんセンター研究所との共同研究により、乳が

んと肺がんについて細胞株により得られた発現データ

から疾患特異的遺伝子刻印およびパスウェイを推定し

た。 

3) 刺激応答パスウェイ推定システム構築のための公共

データの収集を行った。 

4) 悪性ガン併剤探索システム「薬効リプログラミン

グ」を構築し、それにより悪性前立腺がんの併剤候補

として ribavirin を発見した。 

 

【平成25年度計画】 

・ラット脳下垂体視床下部の性分化におけるシグナルメ

ディエーターによるエストロゲン応答カスケードの解

析をもとに新たなエストロゲン応答カスケードに関す

る知見を得て、我々がすでに得た細胞増殖活性を示さ

ないがエストロゲン様の遺伝子発現プロファイルを示

す化学物質に関するシグナル伝達経路と比較解析する

ことで、エストロゲン様化学物質影響評価のための細

胞内新規シグナル伝達経路の解明を進め、選択的エス

トロゲン受容体モジュレータ（SERM）などのエス

トロゲン製剤や機能性食品への応用の可能性を探索す

る。 

【平成25年度実績】 

・健康食品として利用される唐辛子の解析を通して、そ

の有効成分の一つであるカプサイシンがエストロゲン

様の遺伝子発現プロファイルを示すことを見出し、さ

らに細胞内シグナル伝達経路の解析により、細胞増殖

のシグナルは伝達されないが、エストロゲン活性を示

すシグナルは伝達されることを明らかにした。また、

これらの一群の化学物質の重要性と選択的エストロゲ

ン受容体モジュレータ（SERM）などのエストロゲ

ン製剤や機能性食品への利用について提言を行った。 

 

１-(3)-③ バイオデータベース整備と利用技術の開発 

【第3期中期計画】 

・遺伝子や生体分子に関する情報の高度な利用を促進す

る情報データベースやポータルサイト等を構築する。

また、ヒトの遺伝子、RNA、タンパク質、糖鎖情報

等の整備及び統合を行うとともに、診断技術等の利用

技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・糖鎖不均一性解析プログラムツールを完成させ、論文
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化する。このプログラムを糖鎖遺伝子改変マウスの糖

タンパク質分析に適用し、糖鎖遺伝子の機能機序や糖

鎖の機能解析の基礎情報を収集する。 

【平成25年度実績】 

・糖鎖不均一性解析プログラムを構成する3つの基本モ

ジュールを完成させた。これらを統合して、全体をシ

ステマティックに実行するプログラムの開発を進め、

また論文化の準備を進めた。このプログラムの実効性

を試験するために、組換え体糖タンパク質（糖鎖マー

カー候補）や培養細胞試料の分析に供し、その有効性

と課題を抽出した。 

 

【平成25年度計画】 

・ ヒ ト が ん マ ー カ ー 開 発 で 取 得 し た デ ー タ を

GlycoProtDB に収載し、公開する。マウス組織糖タ

ンパク質についての情報を拡充する。 

【平成25年度実績】 

・肝細胞がんマーカー候補の探索で得られたヒト培養細

胞および患者試料由来の分析結果を GlycoProtDB に

収載し、公開した。また糖鎖遺伝子ノックアウトマウ

ス由来のデータもこの DB に搭載し、公開した。さら

にマウス組織の分析を拡充してデータを取得し、DB
への搭載を準備した。並行して、データを登録するシ

ステムの再構築を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

1) プラットフォームを用いた解析ツールの統合化では、

さらなる解析ツールを拡張する。 

2) 解析ツールとデータベースの連携では、代表的な

RDF 化されたデータベース（Uniprot, PDBj 等）の

データ・レポジトリーを構築し、解析ツールとのシー

ムレスな連携・連動に向けてオントロジーの開発を行

う。 

【平成25年度実績】 

1) プラットフォームを用いた解析ツールの拡張として、

マイクロアレイ解析に着手し、独自に開発された解析

要素技術のノード化を行い、新規ワークフローを構築

した。 

2) 解析ツールとのシームレスな連携・連動のため解析

ツールのオントロジー開発を実施し、そのインターフ

ェイス開発を実施した。また 所内データ・レポジト

リーの構築としインフラ整備を行い実測データの集約

化を図った。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度までに作成したデータベースシステムは、

基本的な機能しか備えていないため、平成25年度以降

は、完全一致検索、範囲指定検索、集合積の検索、巨

大データベースへの対応などを行う。それに伴って、

数学的な安全性証明の構築も進めていく。また、適用

対象に関しても、化学構造データベース以外への拡張

を行う。 

【平成25年度実績】 

1) これまでに進めてきた化合物データベースの類似検

索について、ゼロ知識証明も併せてセキュリティ性能

を高めた。国内学会 CSS2013でデモを行い、最優秀

デモンストレーション賞を受賞した。 

2) RISEC と共同で、データベースの範囲指定検索の

理論構築を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・RNA-Seq 由来のヒト転写産物情報、ヒトゲノム多様

性情報、プロテオーム研究成果等をヒト遺伝子統合デ

ータベース H-InvDB に追加して更新し、疾患遺伝子

候補や創薬ターゲット候補の探索空間としての利用価

値を高める。経産省ライフサイエンスデータベースプ

ロジェクトについて、ポータルサイト MEDALS の整

備と運営を継続的に実施する。 

【平成25年度実績】 

1) 最新のヒト転写産物データやゲノム多型データを使

い、ヒト遺伝子統合データベース H-InvDB のバージ

ョン9.0を構築した。日本人特有の遺伝子セットなど

の独自データの整備を進めた。 

2) 経産省ライフサイエンスデータベースプロジェクト

を継続して実施し、ポータルサイト MEDALS を通し

てデータベース便覧や横断検索等のサービスを提供し

た。 

 

２．健康な生き方を実現する技術の開発 

【第3期中期計画】 

・心身ともに健康な社会生活を実現するために、高齢者

のケア、健康の維持増進、社会不安による心の問題の

解決等の観点から健康な生き方に必要な開発課題に取

り組む。具体的には、ストレス等を含む心身の健康状

態を定量的に計測する技術の開発を行う。また、その

計測結果に基づいて、個人に適した治療やリハビリテ

ーションによる健康の回復、維持増進を支援する技術

の開発を行う。 

  

２-(1) 人の機能と活動の高度計測技術 

【第3期中期計画】 

・個人の状況に応じて心身共に健康な生活を実現するた

めに、人の心と行動を理解し、健康生活へと応用する

ことが必要である。そのために脳神経機能及び認知行

動の計測技術、人の生理、心理及び行動の予測に資す

る技術の開発を行う。また、高齢者や障害者の生理、

心理及び行動データを基にした、安全性や快適性の確

立に資する標準化活動を行う。特に、空間分解能を維

持しつつ、ミリ秒オーダーの時間分解能で脳神経活動

を計測する技術の開発を行う。 
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２-(1)-① 脳神経機能及び認知行動の計測技術の開発

と人間の心と行動の理解、モデル化、予測技術の開発 

【第3期中期計画】 

・脳神経機能と認知活動に関して、空間分解能を維持し

た状態でミリ秒オーダーの時間分解能の実現による脳

の領域間の相互作用の評価等を非（低）侵襲、高解像

度で計測する技術を開発する。また、得られたデータ

から人の認知処理容量の定量化や機器操作への適応等

心理状態、認知行動を評価及び予測するモデルを開発

する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度までに実現した、MEG と fMRI を組み合

わせた高精度な脳活動可視化結果と、それに基づく脳

領域間の相互作用解析結果について、課題条件間や被

験者グループ間の統計的に比較を可能にする技術を開

発する。 

【平成25年度実績】 

・MEG と fMRI を組み合わせた高精度な脳活動可視化

および脳領域間の相互作用解析技術を用いて、三次元

物体認知に関して、三次元知覚を生じる条件と生じな

い条件との間の脳活動分布における統計的有意差を明

らかにできることを示した。またこの際、頭頂葉に至

る背側視覚経路と、側頭葉に至る腹側視覚経路との間

の神経活動の因果関係を定量的に評価できることを示

した。 

 

【平成25年度計画】 

・脳全体の酸素代謝を推定するために必要な複数の計測

モダリティを相互補完的に併用する生体物理・生理特

性計測技術を継続して開発する。そして、安静下での

人間工学実験に加えて、平成25年度は一定の運動を伴

う人間工学実験を併用して、開発した計測技術の有効

性を検証する。 

【平成25年度実績】 

・脳全体の酸素代謝を推定するために必要な複数の計測

モダリティ（近赤外光、超音波）を相互補完的に併用

する生体物理・生理特性計測技術を継続して開発し、

経頭蓋計測に最適な超音波の周波数帯域を決定した。

安静下での人間工学実験に加えて、平成25年度は一定

の運動（腕の屈曲・伸展）を伴う人間工学実験を併用

してその有効性の検証を進めた。その結果、計測中の

生体とのインターフェイス及び光路の変動に対する技

術的改良により、さらなる精度向上の可能性を得た。 

 

【平成25年度計画】 

・トップダウン抑制、言語的作業記憶、視空間操作など、

様々な認知機能モジュールにおける個人差を評価する

ための実験を行う。行動実験とともに脳波、MEG、

機能的 MRI 等の脳活動計測を行い、各認知機能モジ

ュールにおける個人のパフォーマンスと脳活動パター

ンとの関係性を明らかにする。それらの実験的検討に

基づいて、個人の認知パフォーマンスの定量的な評価

手法の開発を目指す。 

【平成25年度実績】 

・トップダウン抑制を反映するストップ信号課題を用い

て、課題遂行時の脳波計測を行った。トップダウン抑

制機能が強い個人では、脳内モジュール間の機能的結

合を反映するガンマ帯域の位相同期性が高いことを明

らかにした。また、視空間操作のモデル実験としてメ

ンタルローテーション課題を用いた MEG と fMRI 計
測を行い、ガンマ帯域脳活動強度の個人差が、各人の

課題遂行パフォーマンスと有意に相関することを明ら

かにした。これらの結果から、認知パフォーマンスの

個人差が脳活動計測で定量的に評価できることを示し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・視覚的認知メカニズム解明の研究では、適応モデル動

物を用い、脳が状況・文脈・動機に合わせて柔軟な制

御を行っている際の単一神経細胞活動を、嗅周囲皮質

などと関連する脳部位において行い、内的変数（動

機・記憶や注意）や外的変数（刺激パターン等）の変

化と神経細胞活動との相関をミリ秒の時間分解能で解

析する。脳の運動制御メカニズムの研究では、眼や腕

の適切な運動を生じさせるために外界の複雑な情報を

統合処理変換する脳内メカニズムについて、情報の取

捨選択の側面から解析を進める。 

【平成25年度実績】 

・視覚的認知メカニズム解明の研究では、視覚刺激の曖

昧さと主観的な確からしさに応じた神経活動が視床枕

に存在することを発見した。運動制御メカニズムの研

究では、外界にある沢山の情報の中から、我々の生存

にとって重要な情報を適切に取捨選択・統合し、適切

な運動を生じさせる脳内メカニズムに尾状核尾部とい

う脳領域が関与することを世界で初めて発見した。さ

らに、経験に基づきこのような感覚・運動の適切な変

換を習得するスキル学習の脳内基盤について解明を進

めた。 

 

【平成25年度計画】 

・血流動態モデルに基づく信号分離法および fNIRS 多

重配置法について、動作中での計測が可能という

fNIRS 計測の特性を十分に生かす対象として運動野

および補足運動野での脳活動計測を行い、両手法の有

効性の検証を行う。また、毛髪雑音／プローブ固定不

備の影響低減技術について、チャンネル間の多重比較

の実現を最終的目標として引き続き開発を進める。さ

らに、fNIRS 計測の光源として、レーザーの代わり

に安価な LED を用いた場合の問題点について解析を
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進める。 

【平成25年度実績】 

・企業と共同で光源・検出器の高度化、ホルダーの再設

計などを施した試作機を製作し、毛髪部位での安定な

計測を実現した。本装置を用いて運動課題時の脳活動

計測を行い、両提案手法の有効性を示した。毛髪雑音

等の影響低減については、プローブ先端部の形状を工

夫する方針で開発に着手した。光源に LED を用いた

場合にも概ねレーザーと同等の計測精度を持つことを

検証した。MRI と fNIRS の同時計測のための非金属

製プローブ、高コントラスト MRI マーカなどの開発

を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・自動車運転などの日常的タスクの遂行の安全性を維持

するためにユーザの認知能力とタスクの負荷量の適切

なマッチングを明らかにする必要がある。このためユ

ーザの認知能力を簡易テストや行動計測など様々な方

法で推定する。また、タスクの負荷量をリアルタイム

に定量化可能な手法を開発する。両者の関係を実験に

より検討し、ユーザの認知能力のレベルに応じて安全

なタスク遂行を確保できるタスクの認知的負荷の範囲

を明らかにする。 

 

【平成25年度実績】 

・人間の認知モデル化については、認知科学において議

論されている合成性や認知容量の発達といった問題を

カテゴリー理論の立場から解釈に成功した。機械学習

アルゴリズムについては、複素ニューラルネットワー

クモデルの局所最適解の構造を明らかにした。また、

プライバシー保護等の社会的公正性に配慮したパター

ン認識手法について、ベイズ最適決定の観点で定式化

し直し、新たなアルゴリズムを提案した。コンピュー

タビジョン技術については GPU による並列処理を用

いて方向マップ特徴抽出の高速化手法を確立した。 

 

２-(1)-② 日常生活における人間の生理、心理及び行

動の統合的計測と健康生活への応用技術開発とその国

際標準化 （Ⅳ-３-(1)-③へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・日常生活における高齢者、障害者、健常者等の人間の

生理、心理及び行動情報を計測し、健康及び安全状態

を時系列で定量的に評価する技術を開発する。低視力

者、聴覚障害者や高齢者を対象にデータの蓄積を行い、

新たに5件程度の ISO 提案を目指した標準化活動を行

う。 

 

【平成25年度計画】 

・公共空間の音案内及び報知光の ISO 規格原案各1編を

提案し、審議開始を目指す。高齢者の聴覚特性、音声

アナウンス、色の組合せ、最小可読文字サイズ、及び

触知図形の ISO 規格案各1編、並びにアクセシブルデ

ザインに関する ISO/TR 改訂案1編の国際審議をそれ

ぞれ継続する。新たに、消費生活用製品の音声案内の

ISO 規格化提案に向けた作業を開始する。 

【平成25年度実績】 

・「公共空間の音案内」及び「報知光」の ISO 規格原

案各1編を提案した。投票により前者は可決したため、

国際審議を開始した。後者は可決しなかったため、再

提案に向けた審議を行うこととした。「高齢者の聴覚

特性」「音声アナウンス」及び「色の組合せ」の

ISO 規格案各1編、並びにアクセシブルデザインに関

する ISO/TR 改訂案1編について、それぞれ発行に向

けた国際審議を進めた。「最小可読文字サイズ」「触

知図形」及び「消費生活用製品の音声案内」について、

国際提案に向けた国内での審議を継続した。 

 

【平成25年度計画】 

・ISO/TC 159/SC 4/WG 12にて、光感受性発作の低

減に関する国際規格案（DIS 9241-391）を成立させ、

最終国際規格原案（FDIS）登録へと進める。また、

立体映像の生体影響低減に関する委員会原案（CD 

9241-392）を成立させて、国際規格案（DIS）登録へ

と進める。 

【平成25年度実績】 

・ISO/TC 159/SC 4/WG 12にて、光感受性発作の低減

に関する国際規格案（DIS 9241-391）の投票結果は

成立要件を満たすものであったが、コメント対応にて

一部技術的に重要な修正を必要としたため、国際規格

案第2版（DIS 9241-391.2）として改めて投票実施と

なった。また、立体映像の生体影響低減に関する委員

会原案（CD 9241-392）が成立し、内容を改訂して国

際規格案（DIS 9241-392）の投票が実施された。 

 

【平成25年度計画】 

・自動車運転などの日常的タスクの遂行の安全性を維持

するためにユーザの認知能力とタスクの負荷量の適切

なマッチングを明らかにする必要がある。このためユ

ーザの認知能力を簡易テストや行動計測など様々な方

法で推定する。また、タスクの負荷量をリアルタイム

に定量化可能な手法を開発する。両者の関係を実験に

より検討し、ユーザの認知能力のレベルに応じて安全

なタスク遂行を確保できるタスクの認知的負荷の範囲

を明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・日常生活におけるユーザの作業記憶や物事の手順立て

能力などを簡易に計測可能な認知機能検査を実施し、

ある認知機能のみ低下しているユーザ群を特定するこ

とにより、認知能力とタスクの負荷量の適切なマッチ

ングを明らかにした。また、自動車運転中の環境要因
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によるディマンド等、タスクの負荷量をリアルタイム

に定量化する手法を開発し、異なる環境による視覚的

ディマンドの定量化に成功した。そして、安全なタス

ク遂行を実現するため、ユーザの低下している認知機

能の種類に応じてタスク負荷を低減する方法を明らか

にした。 

 

２-(2) 生体情報に基づく健康状態の評価技術 

【第3期中期計画】 

・個人の健康状態を評価するために、環境要因、ストレ

ス等を含む心身の健康状態の定量的な計測が必要であ

る。そのため、生体及び心の健康状態に関する分子レ

ベルの指標の開発、標準化に向けたデータベース構築

のための健康情報の収集、周辺環境モニタリングも含

めた健康情報を管理及び評価するためのシステムの開

発を行う。 

  

２-(2)-① 分子計測による心身の健康状態のモニタリ

ング、管理技術の開発 

【第3期中期計画】 

・身体的健康状態又は鬱、ストレス、睡眠障害等の精神

的健康状態を尿、血液、唾液等の生体試料を用いて簡

便かつ迅速に検知し、時系列情報として管理できるデ

バイスや５個程度のバイオマーカー候補を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・ストレス性睡眠障害モデルマウス等の生体リズムの乱

れた動物モデルを用いて、ヒトにおける睡眠障害性の

精神疾患や代謝性疾患の発症メカニズムの解明に向け

た研究をスタートさせる。生体リズムを改善する食品

成分の開発を継続するとともに、その分子メカニズム

の解明を目指す。 

【平成25年度実績】 

1) 生体リズムを改善する食品成分の探索において、培

養細胞を用いた検討からイミダゾールジペプチドの体

内時計制御作用を明らかにした。 

2) 昨年度明らかにした乳酸菌 SBL88による睡眠障害

改善作用の分子メカニズムを明らかにする目的で腸管

上皮細胞を用いた検討を行い、セロトニンの分泌が促

進されることを見出した。 

3) 睡眠障害性の精神疾患の発症メカニズムの解明を目

指し、実験動物を用いた不安情動やうつ症状の測定系

を確立し、前年度に開発したストレス性睡眠障害モデ

ルマウスにおける不安情動の誘発を確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・生体リズムに関連した疾患を改善するための生理活性

物質の効率的スクリーニング法を開発することを目的

とし、これまでに確立したスクリーニング系をリファ

インしながら、植物や海藻の抽出物等から体内時計の

調節に関連するサイトカイン産生促進・抑制天然物質

の探索を行う。また、海藻や発酵産物から見出した血

圧降下作用の可能性のある物質について、動物実験で

機能を確認する。 

【平成25年度実績】 

・DNA メチル化によるリズム異常改善物質のスクリー

ニング系を確立した。ムラサキの薬用成分シコニンに

生体リズム周期短縮作用があることを見出し、ユリノ

キより調製した2種類のジテルペン化合物に抗炎症作

用があることを見出した。またレンギョウのエタノー

ル抽出物より TNFα産生抑制活性物質として、イソ

プレノイド化合物2種とトリテルペン1種を見出した。

アカモク、アナアオサおよび養殖ワカメの加工廃棄物

を用いて、動物試験により血圧降下作用が認められる

画分の調製に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・レーザー照射を用いた抗体固定化技術について、パル

ス幅を中心に照射条件の緩和を行う。また、加工部の

分析を行いつつ、マルチマーカー測定チップで検討中

の6種類の抗体に適用し、その有効性を検証する。紙

と両面テープを用いたアディポネクチン測定チップに

ついて、試料を滴下してから数ステップで検出する条

件の検討と、ヒト血液を対象にして既存法との相関を

検証する。 

【平成25年度実績】 

・PMMA 基板に対してパルス幅200 fs のレーザにより、

低強度域で表面改質を行い、濡れ性と抗体固定化能の

向上を確認した。対象となる6種類の抗体のうち、特

にアディポネクチン、およびレプチンについては定量

性を含めた抗原検出性能の検証を行いその有効性を示

した。紙と両面テープを用いた測定チップについて、

流体制御条件を検討、1ステップでアディポネクチン

を検出する事に成功し、国内優先での PCT 出願、試

作・改良を実施した。入手性の問題から、ヒト血液に

代えて動物血液で信号と濃度の良好な相関を確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・レプチンや高感度 CRP など、他のアディポネクチン

の定量検出系のオンチップ化を図る。これら複数のア

ディポネクチン測定系を一枚のマイクロチップ上に形

成することで、アディポネクチン測定用マイクロチッ

プ基板を構築する。 

【平成25年度実績】 

・アディポネクチンおよびレプチンの抗原抗体反応系を

マイクロ流路で再現することで、正確な定量検出系の

オンチップ化に成功した。IL-6および TNF-alpha に

ついては同一マイクロチップ基板でのマルチ解析系を

既に構築しており、各種アディポカインのマルチ測定

用マイクロチップの開発が大きく進展した。 
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【平成25年度計画】 

・遠心力送液型ラボディスクでは、遠心回転システムの

製品プロトを試作する。独自の免疫反応構造部を有す

る量産型ラボディスクのプロトタイプチップの試作・

改良、およびこれに対する流路表面処理技術を構築す

ることで、複数項目の同時迅速定量を実証する。さら

に電子体温計型全唾液 NO 代謝物プロトタイプチェ

ッカによる実証研究用のヒト全唾液試料採取法を検討

する。 

【平成25年度実績】 

・遠心力送液型ラボディスクでは、遠心回転システムの

製品プロトを作製、安定性やソフトウェアについて実

用性を検証した。量産型ラボディスクのプロトタイプ

チップの開発を進め、バイオマーカー2項目について

免疫測定が可能であることを実証した。電子体温計型

プロトチェッカによる唾液試料採取法を検討した結果、

採取時間とリスクの観点からスプーン法を開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・境界型糖尿病などの早期糖尿病病態や精神的ストレス

負荷時に増加する酸化ストレス応答性の脂質酸化物の

各種病態における生理的意義、生成メカニズムに関し

てデータの蓄積を行う。また脂質酸化物の細胞応答の

データの蓄積を行う。さらに、パーキンソン病の診断

指標として酸化ストレス応答性バイオマーカーである

酸化修飾タンパク質 DJ-1の有用性を検証する。 

【平成25年度実績】 

・ストレス負荷時に増加するアラキドン酸由来脂質酸化

物の投与によって、ストレス応答性のホルモンに変動

がみらることを明らかとした。酸化 DJ-1のパーキン

ソン病診断での有用性の検証に関しては被験者数をさ

らに増やして検討を行い、その再現性を確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・がん細胞と間質細胞との共培養を行い、がん細胞に対

する抗がん剤の薬効に及ぼす影響を検討する。また、

共培養デザインの違いによる細胞応答の変化を検証す

る。アルブミンと抗体から成るフィルムを用いて、フ

ィルムに含有している抗体の配向を制御する手法を確

立する。 

【平成25年度実績】 

・抗がん剤の薬効評価に適したデザインで共培養を行い、

間質線維芽細胞が抗がん剤の殺細胞効果を弱め、また、

単球が抗がん剤のプロドラッグの殺細胞効果を強める

ことを明らかにした。表面加工技術によりアルブミン

フィルム中に特定の配向で抗体を包埋する手法を確立

した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成25年度は、診断機器の実用性に関する研究を引き

続き行い、共同研究先企業の事業化に向けた取り組み

を支援する。消化器内科との共同研究に関しては、平

成24年度の結果をうけて消化器内科でのうつ病の生物

学的診断が可能かどうかを検証する。 

【平成25年度実績】 

・産総研が開発してきたうつ病バイオマーカーについて

抗体および測定系の条件を確立し、臨床試料を用いた

測定で十分な検出感度（30pg/ml）が得られた。そし

て、消化器内科との共同研究により、このバイオマー

カー測定が投薬治療後のうつ病発症の経過診断に応用

できることが示唆された。 

 

【平成25年度計画】 

・生物発光イメージングに関して、 

1) 固層化 BAF 法をバイオマスナノファイバーにも適

用し、ナノスケールハイブリッド材料からのマクロ素

材の構築技術の開発に取り組む。 

2) 発光プローブ作成法の最適化をさらに進めると共に

エピジェネティック解析用の発光検出法の開発に着手

する。 

【平成25年度実績】 

・生物発光イメージングに関して、 

1) 固層化 BAF 法を利用した耐乾燥性を持つ新たなプ

ロテアーゼ活性分析法を改良し、反応を5分間に短縮

する迅速化と1000倍の高感度化を実現した。また、濾

紙へのナノファイバーハイブリッドの固着の検討も開

始した。 

2) 発光プローブ作成法では、ファージライブラリーを

用いてホモシステインの代謝産物をミミックするペプ

チドを探索し、この候補ペプチドを利用した発光アッ

セイ法を開発した。また、エピジェネティック解析用

の発光検出法について新規な化学プローブの開発に着

手した。 

 

【平成25年度計画】 

・嫌気性生物における抗酸化システムをタンパク質科学

的に理解するため、嫌気性超好熱性古細菌由来のチオ

ールペルオキシダーゼの一種である Prx をターゲッ

トとし、立体構造に基づいて反応機構を解析する。ま

た、古細菌においてスーパーオキシドを基質とする酵

素 に 着 目 し 、 メ タ ン 生 成 古 細 菌 の Fe-SOD
（ superoxide dismutase ） 、 Cu/Zn-SOD, SOR
（superoxide reductase）の3酵素の構造・反応機構

解析に着手する。 

【平成25年度実績】 

・嫌気性超好熱性古細菌 Pyrococcus horikoshii 由来

Prx（PhPrx）の立体構造を明らかにした。PhPrx の

結晶に過酸化水素を添加することによって、反応に関

与するアミノ酸側鎖の構造変化を観測した。メタン生

成古細菌の Fe-SOD（ superoxide dismutase）、
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Cu/Zn-SOD、 SOR（superoxide reductase）につい

て、遺伝子を得て発現系を構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・飼育中のアルパカより取得した新規ラクダ科動物由来

抗体2種について抗体分子を調製し、その抗原結合活

性を評価する。また、アミノ酸の化学修飾を抑制する

ことでラクダ科動物由来抗体の安定性を50%以上向上

させる技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・ラクダ科動物由来抗体4種について抗体分子を調製し、

優れた抗原結合活性を有することを明らかにした。化

学修飾を抑制する5種類のアミノ酸変異を同定し、最

大で耐熱性を50%向上させることに成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・嗅覚受容体の安定機能発現株の改良を進め、一過性発

現系に匹敵する匂い応答感度の実現を目指す。行動実

験では、背側受容体欠損による感度変化の有無により、

混合臭時の識別臭の主因子に与える影響の相違を明ら

かにする。 

【平成25年度実績】 

・嗅覚受容体を含む4遺伝子安定機能発現株の改良を進

め、1種の受容体で一過性発現系に匹敵する匂い応答

感度が確認できた。この細胞株を作製した3遺伝子安

定発現株を用いて、他の2種の受容体の安定機能発現

株の作製を行った。行動実験では、背側受容体欠損に

よる単体臭気に対する感度変化の有無を実験で再確認

することが必要となり、6種の臭気ペアでのデータ取

得を完了した。また、混合臭識別例として、膀胱がん

患者の腫瘍摘除前後の尿臭の識別テストを行い、健常

人の変化より大きな相違があることが示唆された。 

 

【平成25年度計画】 

・NMR-メタボリック・プロファイリング法を他の分光

法・分析法への適用の可能性を検討するとともに、

NMR を用いたプロファイリング解析では食品と健康

に加え、培養細胞上清、放血死させた実験動物血等の

廃棄される液体を利用した評価方法への応用など、余

剰廃棄試料からの有用情報抽出を提案していく。

NMR 普及機を用いた汎用解析技術としてルーチン分

析化と高度化を目指し、本手法の応用範囲の拡大と普

及を行う。 

【平成25年度実績】 

・農水省委託プロジェクトに参画し、近赤外分光等の他

の分光法へ応用化を開始した。当該プロジェクトでは

農産物の潜在的品質を見出すものであり、まさに非標

的分析に最適であった。また、終了した食品企業との

共同研究が実を結びつつあり、協力して肥満状態を創

出維持するための高カロリー食の同率のカロリーを魚

油と魚肉、畜肉、獣脂と代替する実験を監修し、肥満

であっても魚油・魚脂代替高カロリー飼料においては

脂肪肝を惹起しない等の直ちに人間に外挿できる健康

に有用な知見を得た。 

 

２-(2)-② 健康リスクのモニタリング及び低減技術、

健康維持技術と健康情報の管理及び活用技術の開発 

【第3期中期計画】 

・環境に存在する50種類以上の工業用ナノ粒子、微粒子

等の健康阻害因子を高精度に計測及び評価し、因子の

除去、又は健康への影響を効果的に低減するための技

術を開発する。また、健康管理システムを構築するた

めに、心と体の健康情報を長期的に収集及び評価する

技術並びに健康逸脱状態を検出する技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・昨年度に引き続き、マルチマーカーチップの供給を行

う。作製するチップについては、1枚あたりの有効検

出点を可能な限り増やし、コスト面での実用性を考慮

したものとする。また、定期健康診断、OGTT（糖負荷

試験）時の血中マーカー測定等から有用な相関関係を

見いだすためのデータ連携を進める。 

【平成25年度実績】 

・随時マルチマーカーチップを供給しつつ、レーザ表面

処理により、有効検出点の増加と、検出面積の拡大を

実現した。また、マルチマーカーチップの製造時に抗

体吐出を行うインクジェット装置について、チップの

歩留まりを左右する吐出の安定性向上のために、イン

ジェクターヘッドのメンテナンス法、ノズル状態の自

動計測法の検討を行った。また、血中マーカーの総合

的な解析に向け、ネット上のデータの自動取り込み試

験を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・マイクロ流体デバイス型 PCR では、製品プロトタイ

プ装置に炭疽菌芽胞の擬剤を適用し、大気捕集から検

出までの分析時間について最適化を行う。また、本

PCR 技術による食中毒菌や感染性微生物、癌細胞の迅

速検知実現の可能性を検証する。イオン一斉分離計測

デバイスでは、企業との連携により小型計測システム

の製品プロトタイプ装置を開発に着手する。 

【平成25年度実績】 

・マイクロ流体デバイス型 PCR のプロトタイプ装置を

用いることにより、炭疽菌芽胞の擬剤に対して大気捕

集から検出まで13分を達成した。また、本 PCR 技術

を用いた食中毒菌ベロ毒素遺伝子、マイコプラズマ、

膀胱がんマーカーの迅速検知について、標準試料によ

り可能であることが確認された。イオン一斉分離計測

デバイスでは製品プロトタイプ装置に必要なシステム

改良を行った。 



資 料 

(1142) 

 
 

 
 

【平成25年度計画】 

・平成25年度にはマラリア感染患者およびがん患者のリ

アルサンプルを用いて、マイクロチャンバーからのマ

イクロマニュピレーターにより細胞を回収し、一細胞

レベルでの遺伝子解析法によるマラリア診断およびが

ん細胞機能解析を行う。 

【平成25年度実績】 

・マラリア診断用細胞チップを用いて、ウガンダでのフ

ィールド試験を実施した。95例の患者血液を用いてマ

ラリア原虫の検出を行い、低感染領域では既存診断法

と同等以上の検出感度を確保した。さらに、マイクロ

チャンバーからマイクロマニュピレーターによる感染

赤血球回収と PCR による遺伝子解析により熱帯熱マ

ラリアの検出に成功した。循環がん細胞検出用細胞チ

ップでは、肺がん患者由来血液を用いてがん細胞検出

に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・健康阻害因子の除去、または影響を効果的に低減する

ため、 

1) 化学処理によるセシウム汚染土壌の除染・減容化に

有効な技術開発 

2) イオン選択材料を用いた高性能アニオン選択センサ

ーの作成 

3) ナノカーボンの特性を制御、活用した新規ドラッグ

デリバリーシステムの性能を検証 

4) にんにく、梅などに含まれる機能性成分3種につい

て、分析法の標準化を実施する。 

【平成25年度実績】 

1) アンモニウムイオン処理により模擬土壌からセシウ

ムを脱着・濃縮した。「ニオブ酸カルシウム型」新規

セシウム選択吸着剤を開発した。 

2) アニオン選択吸着剤を FET 型電極上に複合化し、

アニオン選択センサーを作成したが、性能向上に至ら

なかった。 

3) ドラッグデリバリーシステムの性能検証に用いる薬

物分析システム（カーボンナノチューブと蝶の翅を複

合化した新規システム）を開発した。 

4) にんにく、梅に含まれる機能性成分の共同分析を開

始した。ショウガの分析法プロトコルの改良を行い、

フォーラム標準分析法を公開した。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き、マウス嗅覚受容体発現メダカ作製を推進す

るとともに、メダカ個体を用いた新規の化学物質検出

系の構築を目指す。また、脊髄を損傷させたメダカの

回復過程における損傷部付近での細胞動態を解析する。 

【平成25年度実績】 

・マウス嗅覚受容体をメダカに発現させるプロモーター

として、神経系全般に発現活性を有するものは不適だ

ったため、嗅上皮に限局し発現させるプロモーターを

探索し、有力候補2遺伝子を同定した。その内の1遺伝

子を利用して遺伝子導入系統を作製し局所発現を確認

した。脊髄損傷モデルメダカの回復過程における損傷

部での未分化細胞の増殖・分化を組織切片で解析した。

更に、生きた個体での詳細な動態解析のための未分化

細胞可視化系統を樹立した。メダカのビデオ画像から

軌跡データを取得し行動特性を定量化する実験系を確

立した。 

 

２-(3) 健康の回復と健康生活を実現する技術 

【第3期中期計画】 

・健康な社会生活を実現するために、人の生理、心理及

び行動や生体及び心の健康状態に関する指標に基づい

て、失われた運動能力や認知能力を補い、個人の健康

状態に適した暮らし方を支援する技術や、リハビリテ

ーション等の健康回復、維持増進を支援するための技

術の開発を行う。また、患者と医療従事者の負担を軽

減するための技術開発を行う。 

  

２-(3)-① 生体情報計測に基づく軽負荷医療及び遠隔

医療支援技術の開発 

【第3期中期計画】 

・患者と医療従事者の負担軽減を目的として、生体組織

の物理的、生理的計測情報を高度に組み合わせ、計測

時間の短縮や試料採取量を減らすことにより、低侵襲

治療を支援する技術を開発する。また、先端的材料技

術や電子機械技術を融合し、手術手技研修システム技

術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・国際標準・医療機器開発のガイドライン事業を通じて、

プラズマ止血デバイスを国内外での実用化を視野に、

開発を進める。また、遺伝子改変によるすい臓発がん

動物モデルの解析を進めて、検査マーカー探索や創薬

標的探索を行う。これより見出された分子について、

プラズマ技術による18F 標識装置を開発して、すい臓

がんの早期診断技術の開発を進める。 

【平成25年度実績】 

・IEC62D においてプラズマ止血デバイスの国際標準の

書類作成を開始した。今年度に完成した書類を草案と

して各国に回覧する準備をほぼ完了した。遺伝子改変

によるすい臓発がん動物モデルの解析を進めて、ター

ゲット PET 検査用プローブ候補分子を4つ見出した。

また、32万画素で、1600nm までを捕らえる近赤外イ

メージングカメラを完成させた。 

 

【平成25年度計画】 

・磁気共鳴による弾性画像計測法（MRE）については、

H24末に新規に導入される MRI 装置への実装と、引
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き続き従来方式との比較実験を行う。穿刺の手応えを

フィードバックする手持ち穿刺支援装置については、

安全性や簡便さを考慮したプロトタイプの試作を行う。

遠隔手術指導については引き続き遠隔手術指導症例を

蓄積する。手術自習システムについては、システムの

試作と要素の抽出を行う。 

【平成25年度実績】 

・平成22年度開発の産総研方式 MRE を新 MR 装置に

実装するにあたり、MR 撮像で生じる電磁波を用いる

ことで MRE 導入を容易にする新方法を開発した。手

持ち穿刺支援装置については、従来の電気駆動式より

安価で清潔になると期待される空気圧駆動プロトタイ

プを試作した。遠隔手術システムを用いた指導症例と

して、手術室での実地指導を1例記録することができ

た。自習システムについては、遠隔指導兼用システム

および SCCToolKit を使用した普及型を試作した。 

 

２-(3)-② 身体生理機能や認知機能の理解に基づき心

身機能を維持増進する技術や回復（リハビリテーショ

ン）する技術の開発 

【第3期中期計画】 

・加齢に伴う知覚能力減退に起因する歩行困難等を緩和

し、安心して生活できる社会を実現するために、認知

及び運動の相互作用特性の計測、評価及びデータベー

スに基づいた視覚障害者に対する聴覚空間認知訓練シ

ステムを開発する。また、心身活動の維持に適合した

製品や環境設計技術、心身活動の回復（リハビリテー

ション）や増進を支援する技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度の FS にて検討した視覚障害者の歩行訓練

の成果を客観的指標を用いて評価する方法および関連

するシステムを開発する。 

【平成25年度実績】 

・視覚障害者の歩行訓練の成果を客観的指標を用いて評

価する方法を開発し、これを含む歩行訓練システムを

構築した。実施に視覚障害者を対象とした歩行能力の

評価を行った結果、位置の正確さを向上させる必要が

判明した。 

 

【平成25年度計画】 

・立体映像の生体影響に関する両眼視差要因についてデ

ータ収集を行い、この特性を立体映像酔い簡易評価シ

ステムに組み込むとともに、システムの評価結果に基

づいて、立体映像中の検討を要する区間とその対策に

よる推定評価を行う立体映像制作支援システムを構築

する。温度差に関する人工気候室での実験結果を検証

するために、実生活場面においての高齢者の周囲温熱

環境、血圧の計測ならびに、生活行動・アンケート調

査を合わせて実施する。また、伝熱経路の影響を加齢

について評価するための研究方法を検討する。 

【平成25年度実績】 

・両眼視差要因の計測データを解析評価 DB として簡易

評価システムに組込んだ立体映像制作支援システムを

構築した。このシステムにより、映像区間ごとの生体

影響の程度や、対策を行った場合の効果を映像制作者

らが容易に理解可能となった。実生活場面における周

囲温熱環境と個人の血圧の計測、生活行動・アンケー

ト調査を合わせて実施し、四季について高齢男女19名

のデータを得て、季節による影響を明らかにした。放

射熱が生体に及ぼす影響について安静状態の高齢者と

青年で比較した。 

 

【平成25年度計画】 

・心身活動の回復や増進については日常生活における

様々なタイプの運動（一過性・習慣性）や姿勢等がヒ

トの循環調節機能に与える影響を定量的に明らかにし、

安全な運動処方の構築やリハビリ応用への展開を目指

す。健康支援のための生体計測技術については、試作

改良した脈波測定装置を用いて，刺激に対する掌指脈

波応答の機序を明確にする。運動機能訓練と生活支援

技術については、股関節筋の有効利用に着目したリハ

ビリ用自転車のペダル機構の評価試験を行い、柔らか

な水素吸蔵合金アクチュエータに関しては新規材料に

よる開発を進める。 

【平成25年度実績】 

・心身活動の回復や増進については､高強度持久性運動

に伴う運動後の起立性低血圧は循環調節機能を高める

と適正に制御できる事がわかった。健康支援のための

生体計測技術については､改良型の掌指脈波測定装置

にて､ストレス評価などに利用される脈波の周波数特

性が視覚情報の影響を受ける事を確認した。運動機能

訓練と生活支援技術については、リハビリ自転車の搭

乗者の上半身の姿勢角度と出力パワーの関係性を定量

的に評価した。柔らかな水素吸蔵合金アクチュエータ

に関しては従来組成と異なる異種金属の導入による改

善を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・リハビリ訓練による脳損傷後の機能回復に伴う遺伝子

発現の変化を網羅的に探索するために、DNA マイク

ロアレイを用いた発現解析を行う。また、組織化学的

手法を用いて発現が顕著に見られる領野と層を同定す

るとともに、細胞特性マーカー分子（興奮性／抑制性

神経細胞のマーカー分子など）との二重染色法にて発

現細胞種を同定する。これらの解析に加えて、機能回

復の程度と発現量の相関を調べて脳機能回復に関わる

遺伝子のスクリーニングを試みる。 

【平成25年度実績】 

・リハビリ訓練による機能回復に伴って生じる遺伝子発
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現を解析した。損傷周囲の大脳皮質領域で、機能を代

償する神経活動の変化が生じていることを報告済みで

あるが、この領域では数百の遺伝子の発現が変動して

おり、その約1/3は神経の構造変化に関わる遺伝子で

あることを新たに明らかにした。神経情報伝達に関わ

るタンパクの一つである SPP1と呼ばれる遺伝子の、

損傷周囲皮質出力細胞層の大型出力細胞における発現

量は、機能回復の程度と高い相関を示すことが明らか

になり、これらは機能回復促進薬の開発につながる知

見が得られた。 

 

【平成25年度計画】 

・歩行困難の緩和と心身活動の増進を支援するための歩

行評価システムについて、転倒リスクの可視化技術と

して年齢相当の転倒リスクを計算するモデルを開発し、

提示するインタフェースを整備する。このシステムを

２つ以上の機関で実地検証し、年齢相当の転倒リスク

提示により、長期的に転倒リスクが低減することを実

証する。 

【平成25年度実績】 

・歩行困難の緩和と心身活動の増進を支援するための歩

行評価システムについて、転倒リスクと強く相関する

歩行軌道のばらつきを力データのみから計算し、その

ばらつきが何歳相当であるかを評価して、提示するイ

ンタフェースを整備した。このシステムを東北地区、

横浜地区のイベントで実地検証した結果、年齢相当の

転倒リスク提示により、歩行軌道のばらつきが平均で

5%低減する（有意差あり）ことが確認できた。 

 

２-(3)-③ 人間の心身活動能力を補い社会参画を支援

するためのインターフェース等の技術開発 

【第3期中期計画】 

・現状の運動能力や認知能力を補い高齢者、障害者、健

常者等のより高度な社会参画を可能にする技術（従来

の2倍以上の意思伝達効率のブレインマシンインター

フェースや、柔軟で1V 程度の低電圧駆動が可能な運

動アシスト機器等）を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・柔軟で1V 程度の低電圧駆動が可能な運動アシスト機

器等を開発するため、導電性が優れ、かつ柔軟性のあ

るカーボンナノファイバーからなる電極を開発し、こ

の柔軟性電極をもちいて、高伸縮性のアクチュエータ

を開発する。昨年度より開始した実用化研究を平成24

年度も進め、様々な電荷移動錯体の添加による耐久性

向上、あるいは、応答性、伸縮性向上の検討、および、

そのメカニズムについて検討を進める。 

【平成25年度実績】 

・昨年度、見出した電荷移動錯体添加によるアクチュエ

ータの DC 電圧による耐久性の向上の効果について、

詳細に調べた。その結果、電荷移動錯体 TCNQ が最

も効果が大きく、また、電極組成においてもカーボン

ナノチューブにポリアニリン導電性微粒子を添加した

系に TCNQ を加えると、さらに効果的であることが

分かった。さらに、産総研のナノチューブであるスー

パーグロースカーボンナノチューブの効果的な分散法

を開発しアクチュエータに活用することに成功した。

このアクチュエータにおいても上記の効果が確かめら

れた。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に続き、電気活性のある導電性微粒子を高

分子に分散させた伸縮性電極の電場伸縮機構に関する

計算機実験を進め、アクチュエータ電極に用いる材料

の設計に関する指針を得る。これまで進めてきた実績

に基づき、異なるイオン径からなるイオン、あるいは

複数種のイオンが存在する系について、分子シミュレ

ーションの解析を進め、応力発生の変化について明ら

かにする。 

【平成25年度実績】 

・異なるイオン径からなるイオン、および複数種のイオ

ンについて、細孔電極についての電圧を加えた際の電

気応力発生について、モンテカルロシミュレーション

による分子シミュレーション実験を行った。その結果、

細孔径と各イオンのイオン径によって、様々な電気二

重層へのイオン分布が生じ、応力発生は電圧に依存し

て様々に変化することを見出した。それらは、静電力

と排除体積効果により生じるものであり、媒体の誘電

率等に大きく影響されることがわかった。 

 

【平成25年度計画】 

・臨床現場等で問題となっている医療機器や家電ノイズ

への耐性を高めるために、ハードとソフトの両面にお

いて革新/改良を行うことで脳波計測システムのモバ

イル利用を促進する。また、現在、産総研が中心とし

て散発的に行っている訪問モニター実験では多様で多

数の症例数の獲得が困難であるために、所外の多数の

医療／福祉関係施設と連携して体系的なモニター実験

を実施できる体制を確立する。一方、GUI の簡素化

や視覚刺激の自動加工システムの導入によって福祉分

野以外においても脳情報活用技術の産業応用を促進す

る。 

【平成25年度実績】 

・脳波計測システムのモバイル利用を可能とする電気的

ノイズ耐性を向上させる2つの技術を開発した（特許

出願予定及び出願中）。また、体系的なモニター実験

を実施可能な、地方大病院等複数機関との連携体制を

確立した。福祉分野以外での脳情報活用技術として、

脳波「脳トレ」システム（教育分野）や潜在意識を反

映した感性評価システム（マーケティング分野）の開
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発を行った。 

  

３．生活安全のための技術開発 

【第3期中期計画】 

・疾患の予防や社会生活における事故防止、高齢化社会

の到来による介護負荷の軽減、ネットワーク社会にお

ける消費者の保護等、日常生活にかかわる生活安全の

ための情報通信技術（IT）にかかわる開発を行う。

具体的には、ストレスセンシングなど生活安全にかか

わるセンサ技術、高齢者や被介護者等の日常生活を支

援するセンサ技術等の開発を行う。また、日常生活に

おける人とのインタラクションが必要となる生活支援

ロボットの実環境での安全性を確立するための基盤技

術の開発を行い、安全規格を定める。 

  

３-(1) IT による生活安全技術 

【第3期中期計画】 

・安全・安心な社会生活を実現するため、情報通信技術

（IT）にかかわる研究開発を行う。具体的には、バ

イオケミカルセンサ等センサシステム自体の開発と併

せて、センサを用いた人や生活環境のセンシング技術、

センシングデータの解析やモデル化技術に基づいた異

常検出やリスク分析及びリスク回避の技術開発を行う。

さらに、消費者の情報や権利を保護するための情報セ

キュリティ対策技術の開発を行う。 

  

３-(1)-① 生活安全のためのセンサシステムの開発 

【第3期中期計画】 

・生活習慣病の迅速診断、感染症対策のためのウイルス

の検出、ストレスセンシングを目的として、導波モー

ドや新蛍光材料を用いたバイオ・ケミカルセンシング

システムを開発する。また、予防医療につながる眼底

の高精度診断のために、画像分光や能動的光波制御を

用いた眼底イメージング装置を開発し、5µm 以上の

分解能を実現する計測技術を開発する。 

・生活環境下における有毒ガス等の分光検知を目指して、

複数ガスの遠隔分光に適した200～500GHz 帯におい

て、従来検出器の1/5以下の最小検出電力を持つ高感

度超伝導受信器を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・環境基準濃度の重金属の検出および定量、めっき液成

分の濃度や劣化のモニター、インフルエンザウイルス

H3N2と H1N1の識別を導波モードセンサを用いて行

う。また、水中の病虫や菌の識別、個数のカウントを

光ディスクセンサにより行う。 

【平成25年度実績】 

・水中の Cd 及び Pb を導波モードセンサ表面で電気還

元して検出信号を得る手法にて、環境基準濃度の検出

に成功した。Pb において10ppb から10ppm の間で定

量検出に成功した。めっき液添加物の劣化に起因する

添加物濃度減少によるめっき不良をモニターできた。

H3N2型及び H1N1型のインフルエンザウイルスをそ

れぞれ特異的に認識する抗体を用い各ウイルスの選択

検出に成功した。大腸菌を夾雑物と混ぜて光ディクス

センサで検出試験し、画像認識技術によって大腸菌の

みを選別し、同時に個数を自動計測することに成功し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・生体内部、特に表面から数百マイクロメートル程度の

深さに集中する毛細血管を流れる血液の成分を分析す

るために、散乱体である生体組織内部の鮮明なイメー

ジングに不可欠な光波面制御技術と極めて微弱な反射

光のスペクトルを計測するための高感度分光技術を融

合した手法を導入する。イメージングシステムを用い

て皮膚表面から500マイクロメートル程度までの深さ

の内部画像を取得する技術を開発する。また血液中の

酸素化・脱酸素化ヘモグロビンや中性脂肪、コレステ

ロールを定量化するための分光画像解析技術を開発す

る。 

【平成25年度実績】 

・光波面制御装置の立ち上げ、及び、インラインマルチ

チャンネルフーリエ分光による高感度近赤外分光器を

用いた血液成分分析装置の立ち上げを完了した。皮膚

内部の画像化を行うための共焦点イメージングに関し、

深さ500マイクロメートルの高速な画像取得が可能な

装置を作製した。独自に開発した高感度近赤外分光器

を用いて、酸素化・脱酸素化ヘモグロビン、中性脂肪、

コレステロールの定量検出に向けた検量線作成を開始

できるまでに至った。 

 

【平成25年度計画】 

・X 線領域の超伝導検出器（TES）と同じ0.1K の温度

ステージに読出回路を配し、共振 Q 値増大と入力換

算雑音電流低減を実証する。また、1画素 TES との

協調動作実験に着手する。 

【平成25年度実績】 

・4K 動作に適した共振器電極材料に基づくチップの新

規開発と測定条件の最適化により、4K での共振 Q 値

を6倍に、入力換算雑音電流を1/7に低減することに成

功した。また、0.1K 冷却系の立上げに関する問題点

把握と対策を行い、TES と多重読出回路を同一冷却

系で協調動作させる見通しを得た。 

 

３-(1)-② 生活安全のためのセンサを用いた見守り及

び異常検出技術 

【第3期中期計画】 

・高齢者及び被介護者の健康及び身体状態の把握や、介

護者の支援を目的とし、生活の安全性の検証とリスク
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分析の手法を開発する。具体的には、生活における危

険状態の自動検出を実現するために、人の10以上の姿

勢や運動状態の識別及び運動量を推定できる技術を開

発する。異常状態の自動検出率95%を目指して、生活

動画、日常音環境等を分析する技術を開発する。また、

医療における早期診断支援を目的とし、がん細胞の自

動検出率95%を実現するために、胃生検画像を自動的

に診断する技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・生活安全の向上に寄与する以下の研究開発を実施する。 

1) 複数ユーザを対象に、遠隔見守りシステムによって

得られる生活パターンについてユーザ間での関連性を

解析し、複数のユーザが同一作業を実行している等の

生活パターンの関連性を抽出するシステムを実現する。 

2) 検査画像の性質に応じて特異的に反応する識別器群

を効果的に機能させるアルゴリズムを実装し、がん検

出の信頼性向上を試みる。 

3) 高齢者等の行動を把握し適切な支援を行うため、施

設等での不審行動や危険を検出して、介護者等へ通知

するセンシングシステムを開発する。 

【平成25年度実績】 

・生活安全の向上に寄与する以下の研究開発を実施した。 

1) 遠隔見守りシステムが出力する個々の生活パターン

からユーザ間の関連性を解析し、複数人が同一作業を

行っているといった関連性を複数ユーザの位置関係か

ら抽出するシステムを実現した。 

2) 識別器群を効果的に機能させるアルゴリズムと色指

標局所相関特徴量を導入した結果、実際的なデータセ

ットに対して、がん検出率が78.7%から93.7%に向上

した。 

3) 高齢者の行動を把握し支援を行うため、人物特定と

行動追跡を行い、その行動データを閲覧権限レベルに

応じて匿名化し安全に出力するシステムを開発した。 

 

３-(1)-③ 人間機能モデルによる生活安全評価技術 

【第3期中期計画】 

・乳幼児と高齢者の傷害予防を目的に、傷害情報サーベ

イランス技術と実時間見守りセンシング技術を開発し、

12,000件以上からなる傷害データベースと WHO 国

際生活機能分類に準拠した生活機能構造を作成する。

データベースから生体モデルと生活機能モデルを構築

する技術を開発するとともに、10件以上の製品の設計、

評価及びリスクアセスメントに適用し、生活支援ロボ

ットの設計と評価に応用する。開発技術を5か所以上

の外部機関や企業が利用可能な形で提供し、運用検証

する。 

 

【平成25年度計画】 

・医療機関・児童相談所と協力し、傷害サーベイランス

技術により2000件規模の傷害データの追加、数十件程

度の虐待データを拡充する。子どもの安全性に配慮し

た製品設計支援技術として、可搬型リスク評価システ

ムを開発する。高齢者の社会参加支援技術として、空

間正準化機能、生活機能対称変換機能を有する生活デ

ータベース技術を作成し、介護施設、リハビリテーシ

ョン病院、身体障害者支援団体と協力し、20施設程度

のヒヤリハットデータベースや100人規模の生活機能

データベースを作成する。 

【平成25年度実績】 

・医療機関などと協力し、3,000件の傷害データ、20件

の虐待データを拡充した。子ども安全製品の支援技術

として、可搬型切傷評価システムを開発した。高齢者

の社会参加支援技術として、施設の図面上にヒヤリハ

ットデータを記録できる生活データベース技術を作成

し、異施設間での統計分析を実現する空間正準化機能、

異施設でも同質の生活を推奨する生活機能対称変換機

能を開発した。病院など22施設から133件のトイレ、

浴室におけるヒヤリハット事例などを収集しデータベ

ース化した。また、112人の生活機能データベースを

作成した。 

 

３-(1)-④ 消費者の情報や権利を保護するための情報

セキュリティ対策技術 

【第3期中期計画】 

・ネットワーク社会において消費者の情報や権利を保護

するため、バイオメトリクスやパスワード等の認証用

情報が漏えいした際にも、認証情報更新を容易にする

ことにより、被害を最小限に抑えることができる個人

認証技術や、ユーザがサーバと相互に認証することで、

ユーザがフィッシング詐欺を認知可能とする技術等の

プライバシー情報保護及びユーザ権限管理技術を開発

する。さらに、開発した技術を、ウェブブラウザのプ

ラグイン等の形で5つ以上実装、公開し、10以上のウ

ェブサービス等での採用を目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・前年度までの研究成果をもとに、消費者の情報や権利

が十分に保護され、なおかつ、安全で広範なネットワ

ークの活用を可能とする暗号技術としてプライバシ保

護可能プロトコルおよびその要素技術の研究を進める。

また、それらの知見の社会への導入を図るべく、知見

の導入先となる外部共同研究機関との連携を推し進め

る。特に、CBRC との共同研究を推進させ、実利用

に耐えうる秘匿データベース検索技術の実装を進める。 

【平成25年度実績】 

・利用者の個人情報を秘匿し、暗号化されたままデータ

処理をするプロトコルの設計と安全性評価を行った。

特に、生命情報工学研究センターとは、化合物データ

ベースの秘密検索の共同研究を進め、実用に耐えうる
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レベルのデモ実装を行い、同技術の導入先候補を獲得

した。要素技術として効率的な準同型暗号やゼロ知識

証明の設計と安全性評価を行い、プライバシ保護のた

めの重要な要素技術である、公開鍵暗号、グループ署

名、関数暗号、代理再暗号化について、より安全で効

率的な方式の設計や厳密な安全性評価と基盤的理論の

構築を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・ユーザがサーバと相互に認証することで、ユーザがフ

ィッシング詐欺を認知可能とする技術について、引き

続き標準化へ向けた活動を継続し、提案プロトコル案

の改善など必要な研究、交渉、普及活動を行う。 

【平成25年度実績】 

・昨年度末に設立された IETF HTTPAUTH WG で提

案技術の標準化議論を行った。年3回の定例 IETF 
Meeting での議論の他、10月には我々の提案技術固

有の懸案について詳細な議論を行う電話会議も開催さ

れた。その後、議論の結果合意された内容について、

標準化案の改訂を行い提出した。標準化議論では実際

に技術の有用性を評価することが重要視されるため、

試験実装プログラムとしての公開を目指し、新たに

Google Chromium ベースのブラウザ（クライアン

ト）実装を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・ネットワーク社会において消費者の情報や権利を保護

するための技術を広く研究開発する。平行性・不確定

性のあるプログラムの動作解析ツールの実用化を踏ま

えた技術検討、ソフトウェアの不具合による脆弱性の

発現を未然に防止するシステムの機能追加、仮想化技

術のシステム安全性への応用と、必要な範囲でソフト

ウェア解析・検査・変換等の周辺技術の研究を行なう。 

【平成25年度実績】 

・並行性・不確定性のあるプログラムの動作解析ツール

については、産業界の情報を収集しつつ、プロトタイ

プのツールをほぼ完成させた。仮想化技術のシステム

安全性への応用として、仮想マシン上の OS のシステ

ムコールを追跡するハイパーバイザーを作成した。こ

のトレース結果から定常時と攻撃時のシステムコール

を可視化し、異常動作を明示できるようにした。ソフ

トウェア開発技術としては、プロトコルの実装で必要

となるエンコーダとデコーダを安全に実装するために、

逆方向実行可能言語を設計した。 

 

３-(2) 生活支援ロボットの安全の確立 

【第3期中期計画】 

・介護及び福祉に応用する生活支援ロボットの製品化に

不可欠な実環境下での安全の確立を目指して、ロボッ

トの新しい安全基準を構築し、ロボットを安全に動作

させる際に必要な基盤技術の開発を行う。また、ロボ

ットの制御ソフトウェアの信頼性を高め、実装するた

めの基盤技術の開発を行う。特に、ロボットのリスク

マネジメント技術の開発においては、機能安全の国際

規格に適合可能な安全規格を定める。 

  

３-(2)-① ロボットの安全性評価のためのリスクマネ

ジメント技術の開発 （Ⅳ-３-(1)-④へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・機能安全の国際規格に適合可能なロボットの安全規格

を定めるため、ロボットの安全性を試験、評価するた

めの技術を開発する。ロボットの安全技術としてのセ

ンサ技術、制御技術、インターフェース技術、ロボッ

トの安全性を検証するためのリスクアセスメント技術

を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研で開発されたシミュレーターを用いたリスクア

セスメント技術をロボットメーカに提供して手法と技

術の普及を促進する。試験方法の国際標準原案の発行

に向けて ISO 国際会議を推進する。安全性の試験・

認証の事業化に向けた研究を加速する。 

【平成25年度実績】 

・シミュレーターを用いたリスクアセスメントの結果を

映像の形式で可視化し、ロボットメーカ等に広く提供

した。新しい安全基準として試験方法の国際標準原案

を策定し、ISO 国際会議を推進して、規格提案を行

った。安全性の実証試験を行う拠点を構築し、試験・

認証の事業化のため、公開可能な基準ロボットを作成

して利用者に向けたガイドラインを作成した。 

 

３-(2)-② 高信頼ロボットソフトウェア開発技術（Ⅳ-

３-(1)-⑤へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・機能安全の国際規格に適合可能な安全なロボットを実

現するため、高信頼なロボットソフトウェアを設計、

実装する技術を開発する。このため、ロボットソフト

ウェアのリスクアセスメント、システム設計、開発、

評価を一貫して行うことのできる技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・生活支援ロボットと産業用ロボット、福祉機器などの

オーバーラップする領域の安全性を評価する技術につ

いて、既存の規格・試験方法などの網羅的調査を行う。

生活支援ロボットについては、これまで開発した安全

性評価手法を基盤に、性能評価、倫理審査手法を含め

た実証試験を行うためのスキームを構築する。 

【平成25年度実績】 

・生活支援、産業用、福祉分野のオーバーラップする領

域の製品安全性評価技術について、JIS 等の福祉機器
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規格・試験の評価機関、および業界団体による調査を

行い、ロボット機器に適用する際の拡張方針を確立し

た。生活支援ロボットについて、性能評価、倫理審査

手法を含めた実証試験を行うためのスキームとして、

ソフトウェア開発 V 字モデルに基づく安全性評価手

法を人との関係に拡張し、有用性の観点を導入した評

価スキームを構築した。 

  

Ⅲ．他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

【第3期中期計画】 

・様々な資源、環境制約問題を乗り越えて我が国の国際

競争力を強化するためには、技術指向の産業変革によ

り新産業を創出する必要がある。特に、情報通信産業

の上流に位置づけられるデバイスの革新とともにデバ

イスを製品へと組み上げていくシステム化技術の革新

が重要である。そのため、競争力強化の源泉となる先

端的な材料、デバイス、システム技術の開発を行う。

また、情報通信技術によって生産性の向上が期待でき

るサービス業の発展に資するため、サービス生産性の

向上と新サービスの創出に貢献する技術の開発を行う。

さらに、協調や創造によるオープンイノベーションの

仕組みを取り入れた研究開発を推進する。 

 

１．高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム技

術の開発 

【第3期中期計画】 

・情報通信社会の継続的な発展には、低環境負荷と高性

能の両立及び新機能の実現によるデバイスの革新が必

要である。このため、光、電子デバイスの高機能化、

高付加価値化技術の開発を行う。また、デバイスの設

計を容易にするため、計算科学を用いた材料、デバイ

スの機能予測技術の開発を行う。さらに、IT 活用に

よる製造及びシステム技術の高効率化や高機能化に関

する技術の開発を行う。 

  

１-(1) デバイスの高機能化と高付加価値化技術 

【第3期中期計画】 

・情報通信社会の継続的な発展のために、微細化等によ

るデバイスの高機能追求やフレキシブル有機デバイス

の開発、光通信の波長、空間の高密度化等、情報通信

技術の革新に資する光、電子デバイス技術の開発を行

う。また、シミュレーションにより特性を予測するこ

とで、デバイスの開発を容易にする技術の開発を行う。

特に、極微細かつ低消費電力素子として期待されるス

ピントランジスタの実現を目指して、半導体中でのス

ピンの注入、制御及び検出技術の開発を行う。 

  

１-(1)-① 情報処理の高度化のための革新的電子デバ

イス機能の開発 

【第3期中期計画】 

・ポスト CMOS 時代の極微細、低消費電力素子として

期待されるスピントランジスタの実現を目指して、半

導体中でのスピンの注入、制御及び検出技術を開発す

る。また、光ネットワーク高度化のためのスピン光機

能デバイスを開発する。 

・CMOS 素子とは異なる原理で動作する超低消費電力

演算素子の実現を目指して、金属酸化物材料と高温超

伝導材料の物性解明と物性制御技術の開発を行い、材

料の磁気、電気、光学特性等を電子相状態により制御

するプロトタイプ素子において低消費電力スイッチン

グ機能等を実証する。 

 

【平成25年度計画】 

・ナノエレクトロニクス研究部門と共同で作製したスピ

ン検出用素子を用いて、室温でのスピン検出の実証お

よびスピン寿命・拡散長等の物性値を明らかにする。

また、新たにトンネル障壁層を用いないスピン注入用

強磁性材料の開発を行う。スピンレーザ研究において

は、Tb/Fe 垂直スピン注入源を用いた零磁場での円偏

光発光（円偏光率10%）を目指す。光アイソレータに

関しては、磁性体部加工精度の改善により光伝搬を実

証する。 

【平成25年度実績】 

・ナノエレクトロニクス研究部門と共同でスピン検出用

素子を作製した。まだスピン検出には至っていないが、

強磁性電極/Si 界面のシリサイド形成が原因であるこ

とを明らかにした。Mn 基新強磁性材料を開発し、ト

ンネル障壁層を用いずに Ge へのスピン注入に成功し

た。スピンレーザの活性層である高品位半導体多重量

子井戸の作製条件を確立したが、まだ零磁場での円偏

光発光には至っていない。プラズモン光アイソレータ

素子を GaAs 基板上に作製し、金属強磁性体／誘電

体界面のプラズモンによる光伝搬に世界で初めて成功

した。 

 

【平成25年度計画】 

・前年度まで得られた成果を元に、鉄系超伝導体線材の

特性向上に取り組む。特に、高臨界磁場（50T）を達

成するための要素技術開発を行う。新超伝導体開発に

おいては、第一原理計算および理論数値計算に加え、

H24年度に開始した価電子スキップ理論の考察に基づ

き、電荷・スピン・多自由度揺らぎに起因する新奇現

象・高温超伝導の可能性を理論的に検討すると共に、

高圧合成をはじめとする先端的合成手法によってモデ

ル物質を実際に合成し、理論の可否を確かめる。同時

に銅酸化物を始めとした純良単結晶を用いた測定によ

り超伝導転移温度を決める要因の解明を試みる。 

【平成25年度実績】 

・線材作製プロセスの最適化により有限の臨界電流を有

する高温超伝導線材の作製を行った。また、価電子ス
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キップ理論からの提案に基づく新超伝導体の探索を行

い、Au-Sb-Te 合金を発見した。本物質の発見により、

単純立方晶構造をもつ物質の伝導転移温度の最高記録

が8.1K にまで上昇した。銅酸化物、鉄系超伝導体の

単結晶を用いた詳細な超伝導特性評価を行った。その

結果、同物質群では、その電子状態の対称性が自発的

に破れた、「ネマティック電子相」とも称される状態

をとることを明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・新超伝導材料の内部位相などの新規物性を開拓し、新

奇な材料を利用する、もしくは新原理を利用した超伝

導デバイスの提案および試作を行う。特にトポロジカ

ル量子計算の基礎を開拓するために、Sr2RuO4の

SQUID を開発し磁場応答を解明する。また新原理に

基づく超伝導デバイス提案を行うために、超伝導ナノ

ストリップデバイスのシミュレーションによる物理プ

ロセス解明と、超伝導冷凍機の試作デバイスの性能評

価とシミュレーションに基づく高能率化の解析を行う。 

【平成25年度実績】 

・Sr2RuO4のジョセフソンおよび SQUID の開発に成

功し、磁場応答や臨界電流特性からカイラルドメイン

構造の解析に成功した。そしてトポロジカル量子計算

に必要な磁場応答特性である半整数磁束量子の観察に

着手した。また超伝導ストリップを用いた検出器につ

いて，光子検出の場合とイオン（分子）検出の場合で

の検出機構の違いを明らかにした。さらに超伝導冷凍

機の大規模熱輸送シミュレーションにより、極低温領

域（50mK）まで冷却可能になることを示した。 

 

【平成25年度計画】 

・強誘電体をゲート絶縁層に用いた金属酸化物チャンネ

ル電界効果トランジスタと、強誘電体をスイッチング

層に用いた抵抗スイッチング素子を試作し、デバイス

特性を評価する。室温マルチフェロイック BiFeO3に

おいて、強誘電性と磁性の結合した電気・磁気効果を

伴ったスイッチング特性を評価する。 

【平成25年度実績】 

・強誘電体 BiFeO3をゲート絶縁層に用いた CaMnO3

チャンネル電界効果トランジスタを開発し、室温で約

4倍、120K で100倍以上の抵抗変調に成功した。抵抗

スイッチング素子については、BiFeO3と常誘電体

LaFeO3の積層型スイッチング層を有する素子を開発

し、10万回以上のデータ書換え、室温で10年以上のデ

ータ保持などの素子特性を実現した。BiFeO3の強誘

電性スイッチングの際に、磁場印加に伴って磁化の大

きさが変化する傾向が観測され、強誘電性と同時に磁

性がスイッチしている可能性を見出した。 

 

 

１-(1)-② 情報入出力機器のフレキシブル、小型化の

ためのデバイスの研究開発 

【第3期中期計画】 

・小型軽量の次世代情報家電に資する柔軟性、軽量性及

び耐衝撃性に優れたフレキシブルなディスプレイを開

発する。そのために受発光、導電、半導体、誘電体等

の光電子機能を有する新規の有機材料や無機材料を開

発する。これらの材料のナノ構造制御により、非晶質

シリコンよりも優れた移動度（5cm2/Vs 以上）、

on/off 比（5桁以上）、駆動電圧（5V 以下）で動作す

る有機薄膜トランジスタや受発光素子を開発する。さ

らに赤色領域での位相差0.25波長を有する偏光素子や

回折、屈折素子等の高性能光入出力素子を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・有機半導体・強誘電体等の電子機能性材料を印刷プロ

セスに適用するため、以下の材料基盤技術を開発する。 

1) 印刷法に適した有機強誘電体として、平成24年度の

成果をベースに分子・結晶配向性の優れた有機強誘電

体薄膜化が可能な材料を開発し、強誘電体薄膜で自発

分極>1µC/cm2を実現する。 

2) プッシュコート法を低分子系材料に適用するための

スタンプ技術の開発、インクジェット印刷により形成

した有機半導体への高校率キャリヤ注入技術の開発、

およびナノメタル配線の超簡易印刷製造技術を開発す

る。 

3) 電子スピン共鳴、変調分光等の平成24年度の取り組

みに加え、レーザー誘起電流法を用い、高性能半導体

や印刷プロセス開発に資するデバイス評価技術を開発

する。 

【平成25年度実績】 

・印刷プロセスによるフレキシブルデバイス作製のため

の材料基盤技術開発を行った。 

1) 高溶解性強誘電体イミダゾールを薄膜化し、自発分

極3µC/cm2以上、電圧動作10V 以下を実現した。 

2) シリコーンスタンプによる高性能低分子半導体のプ

ッシュコート成膜に成功した。銀ナノメタルインクと

反応性表面による超簡易印刷法で1µm 線幅の高解像

度配線を実現した。 

3) 電荷変調分光法により、高分子半導体の分子秩序度

と電界効果移動度との相関性を得た。レーザー誘起光

電流法により、有機半導体の光電変換機能向上指針を

見いだした。 

 

【平成25年度計画】 

・インビボでの量子ドット蛍光体による高感度検出を目

指して、近赤外領域で発光する量子ドットを作製する。

この際、従来の CdSe 系量子ドットに Te を添加する

ことで長波長側の発光を得る。コアとシェルの組成お

よびリガンドの種類を変えることで、高輝度発光を得
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る。局所電場効果による蛍光増強については、金ナノ

粒子の周りにとりつけるガラス層の厚みの制御方法や

制御の精度について検討する。 

【平成25年度実績】 

・アミン系のリガンドを用いることで、従来より低温

（200℃）でコア（CdTe0.5Se0.5）粒子が作製でき

た。このコア粒子の表面にシェル（Cd0.5Zn0.5S）
を取り付けることで、発光波長735nm、発光効率41%
の量子ドットを得た。粒径は6.1nm と小さいため、

応用上、有利である。一方、局所電場効果による蛍光

増強について、ガラス層は金ナノ粒子作製時の副生成

物を1/100程度にまで取り除くことでコートされやす

くなることを見出した。その状態で、5nm 程度の厚

みの制御ができることを見出した。 

 

【平成25年度計画】 

・摩擦転写法等により分子配向制御した高分子材料及び

機能性分子について精密配向評価、新規材料の探索、

及びそれを用いた受光素子の作製を行い、変換効率、

偏光応答性の向上を目指すとともに、分子配向と性能

の相関を明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・摩擦転写法により作製した導電性高分子配向薄膜によ

る配向誘起によって、今までの電子供与性分子（正孔

輸送材料）に加えて、三種の電子受容性分子を配向さ

せることができることを見いだし、これらの配向構造

を評価した。これらと電子供与性分子を組み合わせ、

受光（光電変換）素子を試作した。現在のところ、ま

だ高い効率・偏光応答性を示す素子は得られていない

が、配向制御しないものより高い変換効率を得た。 

 

【平成25年度計画】 

・ナノインプリント用の新たな高屈折率無機ガラス系の

開発に取り組むとともに、偏光子の構造設計を行う。

また、波長依存性を有する入出力素子の構造を検討す

るとともに、その動作を実証する。 

【平成25年度実績】 

・構造性複屈折による位相差発生がビスマスリン酸塩系

よりも大きいと期待できる高屈折率ガラスとして、ニ

オブリン酸塩系ガラスを開発し、インプリント成形を

実証した。屈折率及び成型性より、このガラスで位相

差0.25を得るための実現可能なピッチを持つ偏光子の

構造設計をおこなった。また、波長依存性を有する入

出力素子として、2種類の周期構造を集積した挟帯域

高反射素子を試作し、数値シミュレーション結果と矛

盾しない動作を実験的に確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・開発材料の実用化を目指し、弾性コンプライアンスや

周波数定数などの特性データを整備するとともに、ハ

イパワーデバイスに向け、機械的品質係数 Qm＞400、

圧電定数 d33＞200pC/N をもつ材料の開発を行う。ま

た実用の目安となる圧電定数100pC/N を超える薄膜

材料の開発を行うとともに、薄膜を使った焦電センサ

などの試作を行う。 

【平成25年度実績】 

・電子情報技術産業協会の規格に従い、鉛フリー圧電セ

ラミックスの圧電特性を評価した。開発した鉛フリー

圧電セラミックの機械的品質係数 Qm は43、及び圧

電定数 d33は 356であり、代表的な鉛圧電材料

（PZT5A)と同等であることが示された。圧電特性の

評価結果に基づき、AE センサーや超音波距離センサ

ーの製作を行い、鉛フリー圧電センサーの実用化への

可能性を示すことが出来た。リーク電流抑制にむけ薄

膜の緻密化・高結晶化としてステップテラス構造をも

つ高品質なエピタキシャル膜の作製に成功するととも

に、組成ズレしにくいアニール法および成膜方法を見

出した。 

 

１-(1)-③ 光通信の波長及び空間の高密度化 （Ⅰ-２-

(3)-③を一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・高精細映像等の巨大コンテンツを伝送させる光ネット

ワークを実現するために、既存のネットワークルータ

に比べてスループットあたり3桁低い消費電力でルー

ティングを行う光パスネットワークで伝送する技術を

開発する。具体的には、ルートを切り替えるシリコン

フォトニクス、ガラス導波路技術を用いた大規模光ス

イッチ、伝送路を最適化する技術及び光パスシステム

化技術を開発する。また、1Tb/s 以上の大伝送容量化

を目指して、多値位相変調や偏波多重を含む超高速光

多重化のためのデバイス及び光信号処理技術を開発す

る。 

・情報通信の安全性に向けて、量子中継等の技術を開発

し、高密度波長多重量子暗号通信デバイス、システム

を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成26年度に計画している光パスネットワークの大規

模実運用テストベッドに向けたハードウエアの開発を

行う。光スイッチでは、要素技術は実用に向けて継続

的に開発を進めつつ、テストベッド用にスイッチ・チ

ップの光ファイバ実装および制御装置の開発を行う。

機器レベルでは、異なる粒度を扱うさまざまなスイッ

チを統合的に制御するダイナミックノード制御ボック

スの開発を進める。伝送技術では、パラメトリック分

散補償器の装置化完成、位相感応型光信号処理技術の

高度化、高効率光多重技術などの研究を進める。 

【平成25年度実績】 

・平成26年度に計画している実運用テストベッドの準備
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を進め、ハードウエアの開発をほぼ完了した。光スイ

ッチでは、シリコンフォトニクスを用いて世界最小の

8x8光スイッチ・チップの試作に成功した。テストベ

ッド用には、光スイッチ・チップの回路基板への実装

および光ファイバ実装・制御装置の開発を進めた。機

器レベルでは、複数の光スイッチを統合的に制御する

制御ボックスの仕様を確定し開発を進めた。伝送技術

では、パラメトリック分散補償器の装置化を完成し、

位相感応型光信号処理技術である全光 IQ 分離動作を

世界で初めて実現した。 

 

【平成25年度計画】 

・次世代コヒーレント光伝送に用いるマルチキャリア光

源を開発する。高スペクトル純度のレーザ光源とマイ

クロ光共振器を用いて、マルチキャリア発生システム

を構築し、帯域幅30nm 以上を実現する。 

【平成25年度実績】 

・試作した窒化シリコンマイクロ光共振器の導波損失が

大きく、マルチキャリア発生には至らなかった。ニオ

ブ酸リチウムのファブリペロー共振器を用いたマルチ

キャリア光源を構築し、30dB 帯域幅30nm を実現し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・光通信波長帯量子もつれ光子対を用いて、2光子光フ

ァイバ干渉計を構築する。波長帯域幅30nm に対して、

干渉信号が光路の群速度分の影響を受けないことを確

認する。 

【平成25年度実績】 

・高密度波長多重量子暗号通信システムを実現するため、

2光子光ファイバ干渉計を構築して群速度分散を評価

した結果、量子もつれ光子対の波長帯域幅30nm に対

して分散不感であることが分かった。 

  

１-(1)-④ ナノ電子デバイスの特性予測と設計支援技

術 

【第3期中期計画】 

・微細 CMOS の性能向上に用いられている機械的ひず

みに代表される新構造及び新材料デバイスの構造や特

性を実際の試作に先立って予測するために、計測技術

を一体化させた設計ツールとするシミュレーションシ

ステムを開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・24年度に構築した、走査トンネル顕微鏡によるキャリ

ア分布計測シミュレーションシステム、及び、電磁場

解析技術と応力シミュレーションを統合した、ラマン

応力計測解析システムに対して、断面スイープ機能、

集光ビーム光源、超解像機能等の実装を行い、シュミ

レーション機能の向上を行う。また、Ge 等、Si 以外

の物質に対して、半導体中のキャリア深さ分布の解析

評価技術や応力測定評価技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・走査トンネル顕微鏡によるキャリア分布計測シミュレ

ーションシステムに断面スイープ機能、ラマン応力計

測解析システムに集光ビーム光源、超解像機能の実装

を行った。Si に特化したラマン測定システムを改造

し、Si に加え、Ge においても、光の回折限界に匹敵

する高い空間分解能で、高感度に計測できるシステム

を構築した。また、高分解能電子エネルギー損失分光

（HREELS）を用いて、Ge のキャリア密度深さ分布

を測定することに成功した。 

 

１-(1)-⑤ 高効率な設計とシミュレーションのための

高性能計算技術 

【第3期中期計画】 

・電子デバイスが発揮する新機能を高速なコンピュータ

シミュレーションにより予測することを目的として、

数千万 CPU コア時間程度の大規模計算におけるシミ

ュレーションソフトウェア開発支援環境を開発する。

この並列／分散計算環境において、アプリケーション

の特性に応じて適切な資源を割当て、障害が発生して

も実行を継続する、高信頼／高効率計算技術を開発す

る。 

 

【平成25年度計画】 

・シミュレーションのための高性能計算技術の確立のた

め以下の研究開発を行う。 

1) 煩雑な障害復旧処理をアプリケーションと独立して

記述可能なミドルウェアの開発と、通信デバイスが異

なるクラスタ計算機間で仮想計算機のライブマイグレ

ーションを可能とする技術開発を行なう。 

2) シミュレーションソフトウェア HyENEXSS 本体

を並列化する。並列線形解法ライブラリの汎用プログ

ラムインタフェースを実装する。計算対象に合せて計

算手法を柔軟に切り替え可能なシミュレーションプラ

ットフォームを構築し、従来収束不可能だった計算を

可能にする。 

【平成25年度実績】 

・シミュレーションのための高性能計算技術の確立のた

め以下の研究開発を行った。 

1) 障害耐性を備えたアプリケーション開発を容易にす

るミドルウェア Falanx を設計し、そのα版を完成さ

せた。また InfiniBand と Ethernet に対応した仮想

クラスタ間のライブマイグレーション技術を実現した。 

2) HyENEXSS 本体を並列化し、合わせて並列線形解

法ライブラリ ELAI を設計・実装した。またシミュ

レーションプラットフォームをスクリプト言語ベース

に再構築し、別途見出した有効な収束手順の実装を可

能にした。 
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１-(2) IT 活用によるシステムの高効率化及び高機能

化 

【第3期中期計画】 

・製品開発サイクルの短縮及び新たな付加価値製品の製

造のため、組立作業や視覚認識における産業用ロボッ

トの知能化を推進し、組込みシステムの高効率化と高

機能化の両立を実現する。また、人の機能をシミュレ

ーションし、その結果を製品開発にフィードバックす

ることで、人にとって使い易い製品設計を支援する技

術を開発する。特に、セル生産のロボット化において、

一部が変形する部品や配線材等の柔軟物を含む５種類

以上のワークの組立作業を対象に開発した技術を実証

する。 

  

１-(2)-① 製造の省力化、高効率化のための産業用ロ

ボット知能化技術 

【第3期中期計画】 

・セル生産のロボット化を目指し、変形を含む物理シミ

ュレーション技術、作業スキルの解析に基づく作業計

画及び動作計画ソフトウェア、センサフィードバック

に基づく組立動作制御ソフトウェアを開発する。代表

とする組み立て工程の50%をカバーする、5種類以上

のワークの組立作業を対象に開発した技術を実証する。

また、工業部品の多くを占める黒色や光沢のあるワー

クに対しても位置姿勢検出精度が光沢のない中間色の

場合と同程度の3次元視覚情報処理技術を実証する。 

 

【平成25年度計画】 

・セル生産のロボット化を目指した研究を行う。 

1) 平成24年度に開発した、人による教示実演データか

ら重要なパラメータを抽出・分類するデータ解析支援

ツールを拡張し、作業実行条件の候補を生成する機能

を開発する。 

2) 自動組み立て作業として、概ね3個程度の複数部品

の嵌め合い作業をロボットを用いて実証する。 

【平成25年度実績】 

・セル生産のロボット化に必要な基盤技術開発を行った。 

1) データ解析支援ツールを拡張し、組立対象物やロボ

ットのグリッパ等のモデルを変更すると、自動的に変

更後のシミュレーションを簡単に行え、対応する作業

実行条件の候補を算出する機能を実現した。 

2) 6個の部品から構成される製品の組立作業において、

人の作業動作の解析に基づいて、4個の部品の自動嵌

め合いをロボットで実証した。 

 

１-(2)-② 組み込みシステムの最適設計技術 

【第3期中期計画】 

・情報通信機器の省エネルギー化のために、再構成可能

なデバイス（FPGA 等）について、しきい値可変デ

バイスを用いて静的消費電力を1/10程度に削減する技

術を開発する。また、シリコン貫通電極を用いた3次

元積層構造の FPGA について、最適設計を行うアー

キテクチャ技術と設計ツール技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・細粒度なしきい値制御により生じる面積オーバヘッド

の削減により、さらに大規模かつ実用的な試作チップ

の設計を行うとともに、開発したチップの第三者によ

る利用を可能とする評価ボードの設計を行う。 

【平成25年度実績】 

・前年度より評価を進めてきた最初の SOTB 版試作チ

ップの動作条件を網羅した評価が完了し、1/50の漏れ

電流削減効果を確認した。この成果を国際学会で発表

し好評を得た。前年度設計した低電圧動作可能な

SOTB 版試作チップの評価を行ない、0.4V までの動

作の確認と最小エネルギー点の改善を確認した。面積

オーバヘッドを削減し大規模化した SOTB 版試作チ

ップの設計を進め、年度内に試作完了した。評価ボー

ドの設計は、想定していた予算が得られず、概念設計

に留まり、具体的な設計は次年度以降に延期。 

 

１-(2)-③ 製品デザインを支援する人間機能シミュレ

ーション技術 

【第3期中期計画】 

・人間にとってより安全で使いやすい機器を設計するこ

とを目的に、筋骨格構造を含む人体形状、運動モデル

を100例以上データベース化する。また、感覚が運動

を引き起こすメカニズムの計算論的モデルを心理物理

実験に基づいて構築する。これらを可視化するソフト

ウェアとして、数千自由度の簡易モデルについては5

コマ/s 以上の処理速度を実現し、数万から数十万自

由度の詳細モデルについては力再現誤差10%以下の精

度の生成的感覚運動シミュレーションを実現する。こ

れを5件以上の共同研究を通して製品設計時の操作性

及び安全性評価に応用する。 

 

【平成25年度計画】 

・20件以上の手指寸法、100件以上の手指運動と接触、

50件以上の全身運動をデータベースに追加する。100

件以上の製品操作を計測し、身体と製品の相互作用と

操作性の関係をモデル化する。2体以上の解剖屍体を

用いた母指の筋骨格運動計測を行い、内在筋や関節変

形が関節運動に与える影響をモデル化する。以上を

DhaibaWorks に実装し、手では姿勢や運動の生成と

筋力を考慮した把握安定性の力学評価を、全身では個

人別モデルの生成、姿勢や運動の生成、そして姿勢に

基づく身体負荷の力学評価を行えるようにする。これ

らを、2件以上の共同研究を通じて操作性や安全性の

評価に応用する。 

【平成25年度実績】 
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・27件の手指寸法、801件の手指運動と接触、236件の全

身運動をデータベースに追加した。103件の製品操作

を計測し、身体と製品の相互作用と操作性の関係をモ

デル化した。6体の解剖屍体を用いて母指の筋骨格運

動計測を行い、内在筋と関節運動の関係をモデル化し

た。以上を DhaibaWorks に実装し、手の運動生成と

把握安定性の力学評価、全身個人別モデルと全身姿勢

生成、負荷の力学評価を実現した。これらを、3件の

共同研究を通じて飲料容器の開封性，携帯型情報端末

の操作性、薬パッケージ安全性評価に応用した。 

 

１-(3) ナノエレクトロニクスのオープンイノベーショ

ンの推進（Ⅰ-４-(3)を再掲） 

【第3期中期計画】 

・次世代産業の源泉であるナノエレクトロニクス技術に

よる高付加価値デバイスの効率的、効果的な技術開発

のために、つくばナノエレクトロニクス拠点を利用し

たオープンイノベーションを推進する。つくばナノエ

レクトロニクス拠点において、高性能、高機能なナノ

スケールの電子、光デバイスの開発を行うとともに、

最先端機器共用施設の外部からの利用制度を整備する

ことにより、産学官連携の共通プラットフォームとし

ての活用を行う。 

  

１-(3)-① ナノスケールロジック、メモリデバイスの

研究開発 

【第3期中期計画】 

・極微細 CMOS の電流駆動力向上やメモリの高速低電

圧化、集積可能性検証を対象に、構造、材料、プロセ

ス技術及び関連計測技術を体系的に開発する。これに

よって、産業界との連携を促進し、既存技術の様々な

基本的限界を打破できる新技術を5つ以上、創出する。 

  

【平成25年度計画】 

・不揮発性抵抗スイッチデバイスについて、メモリアレ

イレベルでオン・オフ電圧を3ボルト以下にするとと

もに、メモリ動作信頼性評価手法を開発する。 

【平成25年度実績】 

・不揮発性抵抗スイッチデバイスについて、メモリアレ

イレベルでオン・オフ電圧を3ボルト以下にすること

に成功した。また、ナノメートル領域での空間分解組

成分析手法により、メモリデバイス構造における酸素

分布を調べることで、メモリ動作信頼性評価が出来る

可能性を明らかにした。 

  

１-(3)-② ナノフォトニクスデバイスの研究開発 

【第3期中期計画】 

・LSI チップ間光インターコネクションにおいて

10Tbps/cm2以上の情報伝送密度を実現するために、

半導体ナノ構造作成技術を用いて、微小光デバイス、

光集積回路及び光、電子集積技術を開発する。また、

3次元光回路を実現するために、多層光配線、電子回

路との集積が可能なパッシブ及びアクティブ光デバイ

ス、それらの実装技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・半導体ナノ構造および有機・ポリマー材料を用いた微

小光デバイス、光・電子集積技術に関してそれぞれ以

下の技術を開発する。 

(1) 半導体ナノ構造を用いた微小光デバイス、光・電子

集積技術に関しては、SiN 系多波長光源チップを用

いた多波長発生の実証、及び発生帯域制御技術の開発

による低消費電力化を行う。半導体光集積技術に関し

ては、化合物半導体レーザと SiN 導波路の混載技術

の開発を行うと共にそれに適した低消費電力合物半導

体レーザの開発を行う。 

(2) 有機ポリマーアクティブデバイスとして、劣化の少

ない加工条件での有機 EL 共振器作製プロセスを開発

する。また、ポリマー系の活性層を用いた光増幅器の

開発を行う。 

【平成25年度実績】 

1) SiN 系多波長光源については外注試作による導波

路のパッケージ化、4光波混合の発生、その内製化に

より1µm 角程度の試作、最適構造設計手法の開発を

行なった。化合物半導体レーザに関しては省エネ化の

ためにトンネル接合を用いた素子上で電流狭窄構造の

最適化を行い、30Ω以下の低抵抗化を実現した。 

2) 有機ポリマーアクティブデバイスについては、微小

共振器効果による寄与の明確化と光導波路クラッド層

に色素結晶を導入できる湿式形成法を開発した。パッ

シブデバイスでは GI 導波路技術について検討し、印

刷による光導波路作製を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に開発した光電子システムを高度化し、

10Tbps/cm2の信号伝送密度を実証する。また、温度

無依存特性を特徴とする量子ドットレーザを光源集積

した光電子融合システムを作製、評価する。 

・3次元光回路においては、アモルファスシリコンを用

いた積層型方向性結合器を作製し、光信号の伝搬特性

を評価する。 

【平成25年度実績】 

・平成24年度に開発した光電子システムを高度化し、

30Tbps/cm2の信号伝送密度を実証した。また、温度

無依存特性を特徴とする量子ドットレーザを光源集積

した光電子融合システムを作製、評価し、12.5Gbps
のエラーフリー伝送と15Tbps/cm2の伝送密度を実証

した。 

・3次元光回路においては、方向性結合器よりも波長依

存性が小さく、広帯域で変換効率の高い層間信号トラ
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ンスファーデバイスを試作、評価し、1.8dB の低損

失を実証した。 

 

１-(3)-③ オープンイノベーションプラットフォーム

の構築 

【第3期中期計画】 

・産業競争力強化と新産業技術創出に貢献するため、ナ

ノエレクトロニクス等の研究開発に必要な最先端機器

共用施設を整備し、産総研外部から利用可能な仕組み

を整えるとともに、コンサルティングや人材育成等も

含めた横断的かつ総合的支援制度を推進する。当該施

設の運転経費に対して10%以上の民間資金等外部資金

の導入を達成する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、産総研ナノプロセシング施設

（AIST-NPF）を窓口とした先端機器共用施設からな

るプラットフォームの拡充、整備を実施する。特に、

産総研外部機関への支援実施件数が年間で80件に到達

することを目指す。 

【平成25年度実績】 

・産総研ナノプロセシング施設（AIST-NPF）を窓口と

した、先端機器共用施設からなるプラットフォームを

拡充、整備した。研究支援インフラを産総研内外、産

学公の研究者に公開する拠点とネットワークを形成し、

コンサルティングや産業科学技術人材育成等も含めた

横断的かつ総合的支援制度を高度化した。より具体的

には、電子システムを整備してユーザーのアクセシビ

リティを高め、80件を超える産総研外部機関への支援

件数を達成した。 

 

【平成25年度計画】 

・シリコンフォトニクス光集積回路プロセス基盤技術の

構築に関しては、技術研究組合光電子融合基盤技術研

究所と連携して、集積プロセスの高度化を進め、イン

ターコネクト用光集積回路の10Tbps/cm2の動作実証

を行う。 

・パッシブデバイス作製のための300mm ウエハを用い

たプロセスプラットフォームを構築する。 

【平成25年度実績】 

・シリコンフォトニクス光集積回路プロセス基盤技術の

構築に関しては、技術研究組合光電子融合基盤技術研

究所と連携して、集積プロセスの高度化を進め、イン

ターコネクト用光集積回路の30Tbps/cm2の動作実証

を行った。また、温度無依存特性を特徴とする量子ド

ットレーザを光源集積した光電子融合システムを作製、

評価し、12.5Gbps のエラーフリー伝送と15Tbps/cm2

の伝送密度を実証した。 

・パッシブデバイス作製のための300mm ウエハを用い

たプロセスプラットフォームを構築し、波長多重デバ

イスに必要な導波路構造均一性を実現した。 

  

２．イノベーションの核となる材料とシステムの開発 

【第3期中期計画】 

・我が国のものづくり産業の中心である製造業の国際競

争力を強化するためには、革新的な材料やシステムを

創成する必要がある。そのため、材料を革新するため

にナノレベルで機能発現する材料及び部材の開発と、

我が国が強い競争力を有するナノカーボン材料の量産

化と産業化の推進を行う。また、高付加価値化による

高度部材産業の国際競争力強化にも必要なマイクロ電

子機械システム（MEMS）の開発を行う。 

  

２-(1) ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材 

（Ⅰ-４-(1)を再掲） 

【第3期中期計画】 

・省エネルギーやグリーン・イノベーションに貢献する

材料開発を通じてナノテクノロジー産業を強化するた

めに、ナノレベルで機能発現する新規材料及び多機能

部材の開発、ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機

能合成技術や自己組織化技術を基にした省エネルギー

型機能性部材の開発を行う。また、新規無機材料や、

有機・無機材料のハイブリッド化等によってもたらさ

れるナノ材料の開発を行う。さらに、革新的な光、電

子デバイスを実現するナノ構造を開発するとともにこ

れらの開発を支援する高予測性シミュレーション技術

の開発を行う。 

  

２-(1)-① ソフトマテリアルを基にした省エネルギー

型機能性部材の開発 

【第3期中期計画】 

・調光部材、情報機能部材、エネルギー変換部材等の省

エネルギー型機能性部材への応用を目指して、光応答

性分子、超分子、液晶、高分子、ゲル、コロイド等の

ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機能合成技術、

及びナノメートルからミリメートルに至る階層を越え

た自己組織化技術を統合的に開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・2成分系材料を p 型有機半導体とし、n 型半導体との

相溶性を踏まえつつ薄膜太陽電池の試作を行うととも

にその性能評価を実施する。p 型液晶性有機半導体と

n 型有機半導体の相溶性と、その結果として形成され

る構造の解明を行い、今後の分子設計概念の構築に資

する。一方、オール印刷工程による薄膜有機デバイス

を試作し、その半導体特性を評価するとともに、薄膜

形成時の自己組織化材料の分子配列制御の手法につい

ても更なる検討を行い、高性能な均一膜を得ることを

目指す。 

【平成25年度実績】 
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・開発した2種の p 型液晶性有機半導体及びその混合系

を用いた n 型半導体との相溶性を確認し、それを用

いた薄膜太陽電池を試作した。さらに、これらの各液

晶性有機半導体が光電変換性能に明確に寄与すること

を見出し、有機半導体の混合系がその液晶性を利用し

た薄膜活性層構築の新たな手法となる可能性を示した。

印刷工程により電極形成させた基板に液晶性有機半導

体材料を印刷したトランジスタ素子を試作し、その形

態と半導体特性の評価から、乾燥過程の制御により分

子配列制御された高性能な均一膜が得られることを見

出した。 

 

【平成25年度計画】 

・今年度は、光機能材料の実用化に向けた基盤づくりを

行う。具体的には、光に応答してバルクの相構造（固

体と液体）を制御可能な新材料における接着力の強化

を念頭に、引張強度を現行値より一桁向上させること

を目指す。また、光応答性 CNT 分散剤を用いた

CNT パターニング膜の作成や、同様に光応答性の液

晶とアモルファスの差を利用した再書き込み可能な画

像表示材料の開発を行う。加えて、自己修復材料の深

化にも取り組み、液晶基盤ゲルやイオン液体ゲル等の

機能性ソフトマテリアルの力学特性を始めとする諸物

性の最適化を行う。 

【平成25年度実績】 

・光に応答してバルクの相構造（固体と液体）を制御可

能な新材料に関しては、化学構造を変化させることに

より、従来のものと比べ一桁近く引張強度を向上させ

ることができた。光応答性 CNT 分散剤に関しては、

現像不要かつ水エッチングが可能な CNT のパターニ

ングに成功した。光応答性材料のアモルファス相発現

メカニズムを解明するために計算シミュレーションを

行ったところ、光二量体の拡散速度が深く関わってい

ることが示唆された。また、液晶基盤ゲルではシリカ

微粒子を用いることにより、従来よりも約二桁大きい

弾性率を達成した。 

 

【平成25年度計画】 

・ソフトアクチュエータ部材となるソフトゲルである導

電ゲルや化学振動ゲルの開発を、アクチュエーター特

性の測定、電気特性等の測定を通じ、進める。バイオ

ミネラリゼーション等の手法を用い、強度調整可能な

軟骨型部材の開発を行う。ソフト微細構造界面と液体、

コロイド、光との相互作用に基づく新機能開拓を行う。

異方性媒体のコロイド現象、界面電気現象等の解明に

取り組む。異方性ナノ粒子の応用化に向けた形状制御

技術の開発に取り組む。重水素標識発光錯体の合成を

検討し、新たに青、赤色の発光錯体を合成しその特性

を検討する。 

【平成25年度実績】 

・ソフトアクチュエータ部材として、温和な条件下での

自励振動ゲルの駆動に成功し、また、高分子ゲル素材

の高導電性化と物性・構造評価を行った。バイオミネ

ラリゼーション法により、新たに炭カル型およびシリ

カ型の強度可調軟骨部材を得た。ソフト微細構造界面

上の液晶を用いたキラルガス検出法を開発した。異方

性媒体のコロイド・界面電気現象等の解明に基づき電

気光学効果の発現を見出した。異方性ナノ粒子の長軸

長決定機構を解明した。フルカラーデバイス化の検討

に向け、青・赤色発光性の新たな重水素標識発光材料

の合成に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き、テクノロジーブリッジとしての役割を果た

し、各種材料系の開発に計測の分野から貢献する。特

に今年度は、平成24年度の成果をさらに進展する形で、

電圧印加その場電子顕微鏡観察、SFG や局所インピ

ーダンス計測等の各種計測技術を駆使して、有機デバ

イスの特性向上要因や駆動機構等の解明を目指す。 

【平成25年度実績】 

・新規導入した STEM-EDX による有機薄膜太陽電池の

薄膜断面構造の解析、電子ナノプローブによる高速元

素マッピングにより、従来困難であった有機層内部の

相分離構造の可視化と組成分布定量化に成功した。ま

た2色可変 SFG を用い、有機薄膜太陽電池の加熱に

よる膜構造の分子レベルの変化を明らかにした。薄膜

内でドナー性導電性高分子とアクセプター性フラーレ

ン誘導体がナノレベルで接合することにより高い変換

効率が生み出されるが、本技術によりその構造評価や

実用化デバイス開発の加速に繋がる成果が得られた。 

 

【平成25年度計画】 

・ソフトマテリアルを用いた新規デバイスとして着目さ

れているソフトアクチュエーターを目指したポリマー

系材料について、その構造及び応力・変形のメカニズ

ムを理論およびシミュレーションにより分子レベルか

ら明らかにし、分子鎖制御の観点から材料設計法とし

て提案を行い、ソフトマテリアルの階層的自己組織化

による構造形成と非平衡ダイナミクスに関する理解を

深める。 

【平成25年度実績】 

・ソフトアクチュエーター材料を目指した自励振動ゲル

について、その構造変化としての膨潤・収縮過程のダ

イナミクスと、その過程における応力変化について散

逸粒子動力学シミュレーションにより解析した。特に

応力については、溶媒・高分子間の相互作用をゆっく

り変化させることで、大きな応力が生み出されること

が明らかとなり、膨潤・収縮過程ができる限り平衡な

過程として進むような材料設計が重要であるとの提案

を行った。 
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２-(1)-② 高付加価値ナノ粒子製造とその応用技術の

開発 

【第3期中期計画】 

・ナノ粒子の製造技術や機能及び構造計測技術の高度化

を図ることにより、省エネルギー電気化学応答性部材、

高性能プリンタブルデバイスインク、低環境負荷表面

コ－ティング部材、高性能ナノコンポジット部材等の

高付加価値ナノ粒子応用部材を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・前年度のプルシアンブルー型錯体ナノ粒子の応用部材

開発を目指した成果を受け、さらなる吸着材の高性能

化や、使用後吸着材の管理法に関する研究を行う。焼

却灰除染については、実証試験を進め、効率的な灰除

染法の研究を進めると共に、原発内廃液や環境水等の

放射性セシウム汚染水に関する評価及び浄化法も研究

する。また、同材料の他用途への展開として、光学素

子等への展開も検討する。 

【平成25年度実績】 

・プルシアンブルー型錯体ナノ粒子内 Fe を Cu に置換

し、Cs 吸着容量を14倍向上させた。電気化学的に再

利用可能な Cs 吸着剤の開発に成功した。使用後の吸

着剤管理法として、加熱酸化による発熱リスク低減を

実現した。焼却灰除染は、ミゼットプラントレベルで

の実証試験を実施し、実用化への道筋をつけた。また、

環境水除染用途として、ため池からの放射性物質拡散

防止の実証、及び浄水場での放射性セシウムの評価、

除去技術も確立した。さらに同一材料を用い、1000回

を越えるサイクル耐性を持つ茶/黄色変化素子も開発

できた。 

 

【平成25年度計画】 

・シンプルでクリーンな機能性微粒子合成プロセスとし

て、レーザー、プラズマ、高温場等を利用したナノ～

サブマイクロメートル粒子合成技術の開発を進め、光

機能・触媒機能の実用材料としての評価及び実用化に

必要な合成効率の検証を行う。 

・高温高圧の水や有機溶媒、二酸化炭素などの高圧流体

を利用したナノ粒子およびナノ粒子複合材料を連続的

に製造する技術を確立し、実用的な部材製造技術とし

ての評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・粒径選択的な合成技術によって合成効率を向上し、複

数の微粒子原料混合溶液から複合酸化物サブマイクロ

メートル粒子を合成する液中レーザー溶融法を開発し

た。また、気相中熱酸化法によって、可視光光触媒等

の応用に重要な NiO ナノ粒子の構造制御技術を開発

した。 

・マイクロミキサーと高圧溶媒を用い、有機 EL 化合物

の円板状ナノ粒子を連続的に合成する技術を開発し、

デバイス化に必要な平滑な薄膜の作製に目途をつけた。

また、難燃性と通常の発泡体よりも高い断熱性を持つ、

複数の発泡ポリマーシリカナノコンポジットの作製に

成功した。 

 

２-(1)-③ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機

能部材の開発 

【第3期中期計画】 

・セラミックス、金属、ポリマー、シリコン等の異種材

料の接合及び融合化と適材配置により、従来比で無機

粉末量1/2、熱伝導率同等以上、耐劣化性付与の無機

複合プラスチック部材、ハイブリッドセンサ部材、数

ppm の検知下限で水素、メタン、一酸化炭素等をガ

スクロマトグラフなしで一度に計測可能なマルチセン

サ部材等の多機能部材を開発する。このために必要な

製造基盤技術として、ナノ構造を変えることなくナノ

からマクロにつなぐ異種材料のマルチスケール接合及

び融合化技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・開発した熱伝導性無機複合プラスチックを炭素繊維強

化プラスチックの母材樹脂として応用した場合の、熱

伝導性と樹脂劣化に関する相関性を検討する。マルチ

センサ部材に関しては、燃焼触媒の改良及び組合せに

より1ppm の検知下限で水素、メタン、一酸化炭素等

をガスクロマトグラフなしで一度に計測可能なマルチ

センサ部材開発を進める。また、有機-無機界面を利

用した無機ナノクリスタルの形態及び適材配置による

特性制御を進める。 

【平成25年度実績】 

・熱伝導性無機複合プラスチックを炭素繊維強化プラス

チックの母材として用いた場合、母材の熱伝導率が

0.6W/m・K 以上であれば樹脂へ熱を伝搬し、加熱工

程での母材の熱劣化抑制が可能であった。マルチセン

サ部材の燃焼触媒の改良及び集積化を進め、1ppm の

検知下限で水素、メタン、一酸化炭素等をガスクロマ

トグラフなしで同時計測可能なマルチセンサ部材を開

発した。有機界面活性剤を利用して形成した酸化物単

結晶ナノキューブの高次構造体であるスーパー結晶の

誘電率が既存薄膜材料より一桁向上し、単結晶に匹敵

することを示した。 

  

２-(1)-④ ナノ構造を利用した革新的デバイス材料の

開発 

【第3期中期計画】 

・ナノギャップ電極間で生じる不揮発性メモリ動作を基

に、ナノギャップ構造の最適化と高密度化により、既

存の不揮発性メモリを凌駕する性能（速度、集積度）

を実証する。また、ナノ構造に起因するエバネッセン

ト光-伝搬光変換技術を基に、ナノ構造の最適化によ
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り、超高効率な赤色及び黄色発光ダイオード（光取出

し効率80%以上）を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・ナノギャップ電極によるメモリ動作に関しては、素子

としての特徴を追求するため、高温環境下など耐環境

メモリとしての特性追及を行う。AlGaInP 系発光ダ

イオードについては、電流拡散構造やリッジ形状の最

適化、低屈折率膜を用いた二重干渉効果による光取出

し効率の上限値を見極める。また、ウェハーの熱融着

接合プロセスを確立し、電流拡散効果に優れた ITO
透明電極を用いて取出し効率の更なる向上を目指す。

また、GaN 系では平成24年度に開発したリッジ作製

技術を基に LED を試作する。 

【平成25年度実績】 

・ナノギャップ電極によるメモリ動作に関して、高集積

化に向けて原子層堆積装置による3nm 間隔の縦型ギ

ャップ構造作製法を確立（歩留まり95%以上）した。

AlGaInP 系赤色 LED について、ウェハー熱融着接合

プロセスを確立し、数ミクロンと厚い電流拡散層を有

する構造においても高いエバネッセント光結合効果を

得た。これより通常の平坦表面デバイスより3.8倍高

い光取出し効率（絶対値で推定70%）を得た。また、

GaN 系 LED でもリッジ構造 LED を試作し、微小円

錐台型 LED において2.2倍高い光取出し効率を達成

した。 

 

２-(1)-⑤ 材料、デバイス設計のための高予測性シミ

ュレーション技術の開発 

【第3期中期計画】 

・ナノスケールの現象を解明、利用することにより、新

材料及び新デバイスの創製、新プロセス探索等に貢献

するシミュレーション技術を開発する。このために、

大規模化、高速化のみならず、電子状態、非平衡過程、

自由エネルギー計算等における高精度化を達成して、

シミュレーションによる予測性を高める。 

 

【平成25年度計画】 

・磁性材料・超伝導材料・強誘電／圧電材料などを構成

する機能性物質では、しばしば電子相関がその特異物

性発現の鍵を握ることがある。これらの物質・材料の

研究・開発に必要な手法・プログラムの開発・整備を

進めながら、応用研究を進める。特に、磁石関連材料

を主たる研究対象の一つに据え、第一原理コード

QMAS の機能拡張を図り、結晶磁気異方性などの物

性値を求め、その支配因子を探る。加えて、GW 近

似、制限 RPA に基づいた高精度電子構造計算の手法

開発と、鉄系超伝導などの遷移金属化合物の物性解明

等を行なう。 

【平成25年度実績】 

・第一原理計算により希土類磁石 NdFe11TiN の磁気物

性値における窒化の影響を明らかにした他、

Nd2Fe14B において、スピン・軌道磁気モーメント

の評価、粒界のモデリングなどに着手した。各種水素

結合型強誘電体の自発分極を第一原理計算で予測し、

実際に合成した物質の性能改善の指針とした。制限

RPA による第一原理有効模型の導出において、自己

エネルギーを差し引いたバンド構造から出発する改良

法を開発し、鉄系超伝導体 FeSe における反強磁性の

不安定性と関連物質 FeTe の反強磁性の安定性を説明

した。 

 

【平成25年度計画】 

・引き続き、燃料電池の実用化及びリチウムイオン2次

電池の高耐久・高速動作・さらなる高容量化に向けて、

金属、半導体、及び酸化物／溶媒界面の電気化学反応、

溶媒中のイオン伝導などの解析を行う。特に、これら

の研究を支えるシミュレーション基盤の拡充を行う。

具体的には、従来必要だった非物理的な真空領域を必

要としない境界条件を導入し、有効遮蔽媒質法による

電気化学系のモデリングを高度化する。 

【平成25年度実績】 

・白金－水界面、シリコン－有機溶媒界面および酸化リ

チウム-イオン液体界面における水や溶媒の分解反応

やリチウムイオンの脱溶媒和を伴うイオン伝導の解析

を行い、実験から得ることが難しい微視的な電気化学

反応機構を解明した。また、有効遮蔽媒質法において

従来必要だった非物理的な真空領域の排除を可能とす

る方法（smooth-ESM 法）を開発し、より実験環境

に近い電気化学系のモデリングを可能にした。 

 

【平成25年度計画】 

・分子シミュレーション要素技術（モデリング技術、計

算精度向上技術等）の開発及び、熱マネジメント部材、

生体分子センサ、先端メモリ部材、分子触媒などへの

適用研究を行う。平成25年度はこれらの内、1)ハロゲ

ン結合などの弱い分子間相互作用の解析研究、2)触媒

反応機構のモデリング、3)抵抗変化型メモリなどナノ

エレクトロニクス用材料のモデリング研究、4)熱マネ

ジメント材料の最適設計シミュレーション研究の為の

基盤整備研究、5)タンパク質機能の分子シミュレーシ

ョン研究等を行う。 

【平成25年度実績】 

・中性分子間の弱いハロゲン結合と異なり、アニオンと

のハロゲン結合では極めて強い引力の働くことを明ら

かにした。新たなプロリノール系有機分子触媒の設計

指針確立に向け、触媒反応の不斉識別機構を解明した。

抵抗変化型メモリ用材料のアモルファス金属酸化物に

は金属の種類や金属と酸素の比率によらず共通の原子

配列があることを予測した。ナノ接合の熱電変換性能
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を予測する第一原理シミュレータを開発し有機金属錯

体分子に適用した。酵素 ODCase の反応機構を詳細

に解析し、基質歪みが酵素活性に与える影響を定量的

に見積もった。 

 

【平成25年度計画】 

・電子状態理論に基づく高効率数値計算コードの開発と

基礎理論の研究、それらを応用して平衡および非平衡

現象を理解し材料設計への応用を行う。また各種炭素

系ナノ構造の電気伝導特性及び光学特性の計算とそれ

による新たな機能や生成方法の予言および材料評価を

サポートする理論的研究を行い、バイオ・エレクトロ

ニクス・エネルギー材料の設計と開発を推進する。次

世代スパコンのためのコードの高速化技法などの開発

のため、NEC・東北大との共同研究を継続し、大規

模計算によるデモンストレーションも果たす。 

【平成25年度実績】 

・次世代スパコン向けに二段階超並列法（GDDI）を

QM/MM コードに実装し、高効率自由エネルギー平

均力場計算による溶液中 H2O2ダイナミクス計算の高

精度化を実証した。また、東北大・NEC との共同研

究による時間依存コード加速を達成し、分子の光化学

反応メカニズムの検証に応用した。エネルギー技術研

究部門と連携し、ダイヤモンド電界放出デバイスの性

能を決める因子の一つが、ダイヤモンド表面への化学

修飾によって引き起こされる電子のポテンシャル変調

であることを見出し、ダイヤモンドデバイス向け材料

設計指針を得た。 

 

【平成25年度計画】 

・ナノ構造・界面における理論・計算技術を構造の揺ら

ぎを適切に取り扱えるように向上させ、ナノ構造体・

有機デバイス材料の構造制御と光機能・電気機能の理

論的解明を行なう。誘電体の光学応答計算について検

討し、その定式化と解析プログラムの開発を行い、ブ

ルー相液晶セルの光学特性の解析等への適用を目指す。 

【平成25年度実績】 

・無機太陽電池に対する理論を拡張することにより、従

来指針が無かった有機薄膜太陽電池の光電変換効率の

理論的な限界を求めることに成功した。また、有機半

導体分子の構造について理論計算予測の検討を行い、

ルブレンの3つの結晶多形を再現した。周期的構造を

持つ有限の厚さの誘電体の光学応答計算の定式化を行

うことで、薄いブルー相液晶セルが示す秩序構造の光

学的性質の解析を行ない、秩序構造の対称性と透過／

反射光のプロファイルとの関係等を明らかにした。 

 

２-(2) ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 

（Ⅰ-４-(2)を再掲） 

【第3期中期計画】 

・部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用

が可能なナノチューブや炭素系材料の開発を行うとと

もに、これらの材料を産業に結び付けるために必要な

技術の開発を行う。具体的には、カーボンナノチュー

ブ（CNT）の用途開発と大量合成及び精製技術の開

発を行う。また、ポストシリコンの有望な新素材であ

るグラフェンを用いたデバイスを実現するため、高品

質グラフェンの大量合成法の開発を行う。さらに、有

機ナノチュ－ブについては、合成法の高度化と用途の

開発を行う。ダイヤモンドについては、大型かつ単結

晶のウェハ合成技術の開発を行う。 

  

２-(2)-① ナノチューブ系材料の創製とその実用化及

び産業化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・カーボンナノチューブ（CNT）の特性を活かした用

途開発を行うとともに産業応用を実現する上で重要な

低コスト大量生産技術（600g/日）や分離精製技術

（金属型、半導体型ともに、分離純度：95%以上；収

率：80%以上）等を開発し、キャパシタ、炭素繊維、

透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジスタ等へ応用す

る。また、ポストシリコンとして有望なグラフェンを

用いたデバイスを目指して、高品質グラフェンの大量

合成技術を開発する。さらに、有機ナノチューブ等の

合成法の高度化と用途開発を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・スーパーグロース法の商業プラント上市を実現するた

めに、実証プラントを運営し、用途開発企業に試料、

分散液、CNT 複合材料を提供する。用途開発を加速

するために、CNT の構造制御、および電気、熱伝導

特性を5倍以上向上させる結晶性改善処理工程の開発

を行う。CNT の複合化技術の開発を行い、銅と同等

の電気伝導性を有し、108A/cm2以上の耐電流密度を

有する CNT 銅複合材料を実現する。平面基板上で集

積化されたマイクロキャパシタの開発を行う。eDIPS
法で合成した単層 CNT のインクを用いてフイルムエ

レクトロニクスデバイスを開発し、移動度10cm2/Vs
以上とオンオフ比106以上の薄膜トランジスタの性能

を実現する。 

【平成25年度実績】 

・企業等に CNT 試料を40件以上、分散液、CNT 複合

材料を60件程度提供した。CNT の直径や層数等を最

適化し、CNT の熱伝導特性を従来の5倍以上向上させ

た。銅と同程度の導電率（室温で4.7×105S/cm）で、

6×108A/cm2以上の耐電流密度を有する CNT 銅複合

材料を開発した。平面基板上に集積化したマイクロキ

ャパシタの作製技術開発に成功した。eDIPS 法単層

CNT の分散液インクを用いた印刷製造技術により移

動度10cm2/Vs 以上とオンオフ比106以上の性能を有す
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る薄膜トランジスタを実現した。 

 

【平成25年度計画】 

・CNT を近赤外蛍光ラベルあるいはプローブとして用

いた次世代医療臨床検査システムおよび体内患部イメ

ージングシステムを確立させる。さらに、CNT の内

部空間にホウ素材を入れた次世代中性子線捕剤の作製

を試みる。また、生体との相互作用を明らかにし、ナ

ノチューブの安全性を確認する。将来的な国際標準化

を目指し、CNT 品質評価法や凝集状態評価法の開発

研究をおこなう。有機ナノチューブの合成法の高度化

では有機ナノチューブと異種材料の複合化技術を開発

する。そして複合化による用途開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・近赤外蛍光ラベル化 CNT を用いたイムノアッセイに

成功した。ナノカーボンに放射性元素を付加し、マウ

ス体内動態及び排泄過程のイメージング化に成功した。

中性子補足能を持つホウ素剤内包化 CNT の合成に成

功した。ナノチューブの安全性を動物実験における組

織検査及び血液検査により実証した。赤外吸収法を利

用した CNT 長さ評価法、電気的検知法による CNT
分散粒子の体積評価法を開発した。芳香族ホウ酸化合

物から成る有機－無機複合化ナノチューブを構築し、

湿度に応答してゲスト放出機能を有するナノカプセル

へ用途展開した。 

 

【平成25年度計画】 

1) マイクロ波プラズマ CVD のさらなる条件最適化、

基板表面処理技術、高性能ドーピング技術、高品質転

写技術などの開発により、静電容量タッチパネル等へ

の応用を目標に、グラフェン透明導電フィルムの性能

向上を図る。 

2) ナノ結晶ダイヤモンド薄膜を利用した用途開発（真

空用ギアの表面保護、SOD 基板、P 形透明導電膜、

等）を行う。 

【平成25年度実績】 

1) CVD のさらなる条件最適化、基板表面処理技術、

高性能ドーピング技術、高品質転写技術の高度化によ

りグラフェンの結晶サイズ向上（10→100nm）、電気

伝導性向上（移動度100→1000cm2/Vs）に成功した。 

2) ナノ結晶ダイヤモンド薄膜を利用したシリコンオン

ダイヤモンド（SOD）基板について、直接張り合わ

せによる作成のための表面調整法を開発した。さらに

P 形透明導電膜の作成法の確立、および真空用ギアの

表面保護コーティングを開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・単層 CNT を金属型と半導体型に高純度かつ大量に分

離する技術の確立に向けて、さらなる基盤技術開発を

行う。パイロットスケールカラム CNT 分離処理量の

最大化を目指し、カラムの大型化によるスループット

のさらなる向上のほか、分離後の大容量の CNT 分散

液を簡便かつ効率的に濃縮する手法を確立する。分離

原理解明に向け、分離した金属型･半導体型 CNT を

用いて特性解析を行う。分離 CNT を用いた高性能デ

バイスの基盤技術開発では、ドーピングにより得た p
型・n 型薄膜トランジスタを用い、CMOS 型論理回

路の動作を実証する。 

【平成25年度実績】 

・単層 CNT の金属型と半導体型の大量分離技術開発に

おいて、分離時の pH や溶質濃度により分離 CNT の

純度と収率の制御が可能となり、スループットを向上

した。分離純度95%、収率80%の中期計画目標を達成

した。その分離原理に関し、CNT 表面の界面活性剤

の密度変化がゲルへの吸着力に影響する事を見出した。

有機溶媒による効率的濃縮法を開発した。温度制御に

よる高純度単一構造半導体型単層 CNT の分離法を確

立した。ドーピングにより得た p 型・n 型薄膜単層

CNT トランジスタを組合せ、CMOS 型論理回路の動

作を実証した。 

 

２-(2)-② 単結晶ダイヤモンドの合成及び応用技術の

開発 

【第3期中期計画】 

・次世代パワーデバイス用ウェハ等への応用を目指して、

単結晶ダイヤモンドの成長技術及び結晶欠陥評価等の

技術を利用した低欠陥2インチ接合ウェハ製造技術を

開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・2インチウェハ製造技術を高度化する。具体的には低

欠陥結晶成長に向けた、種結晶の評価を行う。またダ

イヤモンド接合ウェハの低欠陥合成へ向けた研磨損傷

とその影響を評価する。 

【平成25年度実績】 

・X 線トポグラフィ等による評価により種結晶欠陥評価

を可能にし、選別することが可能になった。また研磨

損傷層の深さを同定し、結晶をコピー製造する条件の

一つを明確化した。 

 

２-(3) 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械シス

テム製造技術 （Ⅰ-５-(4)を再掲） 

【第3期中期計画】 

・産業分野の省エネルギー化や環境負荷低減に貢献する

マイクロ電子機械システム（MEMS）製造技術の開

発を行う。具体的には、高機能な MEMS を安価に生

産するための大面積製造技術の開発を行う。また、バ

イオ、化学、エネルギーといった異分野の MEMS デ

バイスを融合及び集積化する製造技術の開発を行う。

さらに、安全・安心や省エネルギー社会実現に貢献す
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る MEMS デバイスを利用したユビキタスシステムの

開発を行う。 

  

２-(3)-① 高集積、大面積製造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・高機能で安価かつ大面積での MEMS 製造技術を開発

する。具体的には、100nm より微細な3次元構造体を

メートル級の大きさにわたり、低コストかつ低環境負

荷でレジストや金属メッキ構造体、多結晶シリコン材

料等を用いて MEMS を量産するための基盤技術を開

発する。 

 

【平成25年度計画】 

・大面積の MEMS 作製に対応可能な低温低加圧プロセ

スによる接合プロセスおよびインプリントプロセスの

高度化を図り、自己組織化膜およびメッキプロセスに

よる低コストの金属パターン形成技術を開発する。ま

た、MEMS を布状基材に埋め込むファブリック

MEMS による大面積 MEMSセンサの開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・低温低加圧の接合プロセスである表面活性化常温接合

において、表面清浄化プロセスに用いる Ne 高速原子

ビームには表面平坦化効果もあることを見出した。ポ

リイミドのインプリント加工を低コスト、低温で行う

ため開発した光硬化型ブロック共重合ポリイミドプロ

セスを改良し、パターン変形を4%に抑えること、こ

の材料への3µm 幅の銅の微細埋込配線構造形成に成

功した。大面積ファブリック MEMS センサ開発では、

糸と糸の交差部の容量変化を検知する方式を構築した

結果、検査対象物の材質に依存せず安定的に圧力変化

をセンシングできた。 

 

２-(3)-② ユビキタス電子機械システム技術の開発 

【第3期中期計画】 

・安全・安心や省エネルギー社会に資するユビキタスマ

イクロシステムの実現のために、バイオ、化学、エネ

ルギー等異分野のデバイスを融合、集積化した

MEMS デバイスを製造するための技術及び低消費電

力かつ低コストな MEMS コンポ－ネント製造技術を

開発する。具体的には、数ミリメートル角以内の通信

機能付きセンサチップを試作し、オフィス、クリーン

ルーム等の製造現場の消費エネルギーを10%削減する

ためのシステム技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・無線センサ端末の感度向上と低コスト製造のためのフ

レキシブルな MEMS コンポーネント加工技術を開発

する。新たな多値化技術により微弱電波通信距離を2

倍以上にすることが可能な通信 LSI と、MEMS 電力

センサを開発し、小型の通信機能付きセンサチップを

試作する。製造現場等の消費エネルギーを10%削減す

るため「省エネ対策の個別性」を考慮した電力プロフ

ァイリングシステムを開発する。具体的には環境デー

タを多点で観測することで、消費電力のムダを適切に

判断し、必要な省エネ対策を明らかにできるシステム

を試作する。 

【平成25年度実績】 

・ファイバー型 MEMS コンポーネント製造技術に関し

て、異種材料電極によるセンサ作成技術および従来比

約10倍の高スループット低コスト露光プロセスを開発

した。低消費電力多値化技術により、微弱電波通信距

離を2.7倍にし得る通信 LSI と、MEMS 技術を用い

たフレキシブル電力センサ、及び3.9mm 角の通信機

能付き温湿度センサチップを実現した。環境データを

多点で観測することで、消費電力のムダを“機能／電

力”の観点より判断し、必要な省エネ対策を明らかに

できるシステムを試作し、社会実験によりその有用性

を検証した。 

 

３．情報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と新

サービスの創出への貢献 

【第3期中期計画】 

・我が国のサービス産業を活性化させるために、既存の

サービスの生産性を向上させると同時に、新サービス

の創出に貢献する技術の開発を行う。サービス生産性

を向上させるために、サービスプラットフォームの整

備、科学的手法の導入、ロボット化の推進を行う。ま

た、複数の既存技術を融合させ、新サービス創出を目

指す。 

  

３-(1) 科学的手法に基づくサービス生産性の向上 

【第3期中期計画】 

・科学的手法によりサービス生産性を向上させるために、

サービス利用者及び提供者の行動を理解した上で、必

要な情報の現場におけるセンシングと、得られた大規

模実データのモデリングによる利用者行動のシミュレ

ーションを基に、サービス設計を支援する基盤技術と

導入方法論の開発を行う。また、サービス工学基盤技

術については、10以上の業種や業態において25件以上

の組織へ導入することを目指し、サービスの幅広い選

択を可能にする技術の開発を行う。 

  

３-(1)-① サービス最適設計ループ構築のためのサー

ビス工学基盤技術 

【第3期中期計画】 

・サービス生産性向上を目的とし、サービス利用者及び

提供者の行動を理解した上で、必要な情報を現場でセ

ンシングし、得られた大規模実データをモデリングし

て利用者行動をシミュレーションすることで、サービ

ス設計を支援するサービス工学基盤技術と導入方法論
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を開発する。再現性が検証された方法を確立し、共同

研究等により、10種以上の業種や業態において25件以

上の組織への開発技術の導入を図り、その一般化と普

及を目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・網羅的社会シミュレーション技術の構築と、公共交

通・人流・防災分野等の社会サービスの設計支援手法

の開発を進める。介護業務の ICT 化実証と、水平展

開可能で効率的な現場参加型モノ・コトづくり支援技

術の研究を同時に推進する。従業員行動理解、動的屋

内モデリングを含む拡張サービスプロセスリエンジニ

アリング技術を開発する。生活者行動データを現場で

収集しながら大規模データ活用支援技術を開発する。

多様なセンサ情報を、携帯回線で集積し、センサ電源

等を遠隔制御するための通信プロトコルを開発・拡張

する。 

【平成25年度実績】 

・網羅的社会シミュレーションの枠組み Practis と、オ

ンデマンド交通等の社会サービスに関する設計支援手

法の開発を進めた。モノ・コトづくり支援技術として

介護従業員の主観と行為収集が可能な申し送りシステ

ムを構築し業務プロセス分析機能を設計した。地域商

店街等で生活者行動データを収集しながら大規模デー

タ活用支援技術を開発した。農業環境・人流センサの

情報集積やセンサ精度等の遠隔制御のための携帯用通

信プロトコルを開発した。開発技術を20組織へ導入し、

屋内行動計測と屋内3D モデリングを軸とした技術移

転ベンチャーが設立された。 

 

３-(1)-② サービスの幅広い選択を可能にする技術 

【第3期中期計画】 

・公共性の高いサービス等が安全かつ標準的に利用でき

る環境の実現を目的として、利用者が自分自身で個人

情報を管理でき、サービスの内容や価値に応じて複数

のサービスが連携できるような標準的な技術を開発す

る。このサービスフレームワークの有効性を行政や医

療や研究等の5種類のサービスにおいて実証する。 

 

【平成25年度計画】 

・個人データを本人が管理して他者と共有し活用する技

術、およびデータ形式の集合的な標準化の技術を、ユ

ーザ参加型デザインによるコンテンツの共同制作と議

論支援に応用する方法を明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・ユーザー参加型デザインにおいては、断片的なデータ

を共同でまとめ上げ編集する技術が重要であるとの観

点から、個人データをリスト形式で保持し要素ごとに

修正を行える情報共有フレームワークを開発し、グル

ープ形成と複数サーバー間での安全なデータ共有を可

能にする手法を確立した。また、共有データリポジト

リの仕組みを改善し、利用者の数が増大しても安定し

て標準化されたデータを提供できるようにした。これ

らを、オントロジーに基づくテキスト処理技術と連携

させることで、議論の構造化と要約の生成が可能にな

ることを確認した。 

 

３-(2) 高度情報サービスプラットフォームの構築 

【第3期中期計画】 

・サービス生産性を向上させるために、利用者の利便性

及び生産性とサービス提供者の資源利用効率を共に高

めるクラウド型プラットフォームの開発を行う。また、

スケーラブルな知識基盤を構築しうるミドルウェアの

開発を行い、地球科学や生命情報科学等の E-Science
分野において10ペタバイト（10の16乗）程度のデータ

を対象とした実証実験を行う。 

  

３-(2)-① クラウドの適用範囲を広げるミドルウェア

技術 

【第3期中期計画】 

・クラウド型情報インフラをより広い用途に適用可能に

するために、個々の利用者に提供される仮想インフラ

に専有ハードウェアと同等の利便性を持たせ、さらに

負荷に応じて再構成可能とする技術を開発する。具体

的には、仮想インフラの性能保証方式、仮想インフラ

の資源利用状況モニタリング技術、管理組織にまたが

る仮想インフラ動的再構成技術を開発する。開発され

た技術が10以上の複数管理組織から提供される10,000

以上の資源にまで適用可能であることを示し、高精細

映像配信等の応用で動作を確認する。 

 

【平成25年度計画】 

・クラウド型情報インフラをより広い用途に適用可能に

するために以下の研究開発を行う。 

1) ネットワーク資源管理システムに関しては、ネット

ワーク資源管理インタフェース標準の進展に引き続き

貢献し、標準の進展に追従した参照実装行う。さらに

実証実験を行い有効性を示す。 

2) ビッグデータ蓄積及び処理機構の研究開発を行い、

ミドルウェアの実装を行なう。 

3) 複数クラウド間を連携する技術を発展させ、ローカ

ルなクラウドに資源を提供するクラウドの実現方式を

検討し、プロトタイプシステムを構築する。 

【平成25年度実績】 

・クラウド型情報インフラをより広い用途に適用可能に

するために以下の研究開発を行った。 

1) ネットワーク資源管理インタフェース標準の頑健化

と高機能化を推進した。参照実装を開発して欧米亜の

組織による合同実証実験を行った。 

2) ビッグデータに対応したリアルタイムデータ解析機
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構を実装し、動画・音響データの異常検出により有効

性を示した。 

3) ローカルなプライベートクラウドに対し遠隔地のデ

ータセンタ上が透過的資源を提供する HaaS モデル

を提案し、そのプロトタイプシステムを構築した。 

 

３-(2)-② スケーラブルな知識基盤を構築するサービ

ス指向ミドルウェア 

【第3期中期計画】 

・サービスの高度化、大規模化を支えるスケーラブルな

情報処理基盤の実現を目的として、データ所在の仮想

化やメタデータの付与等により、分散したエクサバイ

ト（10の18乗）級のデータを構造化できるデータ統合

ミドルウェアを開発する。地球科学や生命情報科学等

の E-Science 分野において10ペタバイト（10の16乗）

程度のデータを対象とした実証を行う。成果普及のた

めの国際標準を提案する。 

 

【平成25年度計画】 

・データベース統合ミドルウェアは Linked Open Data
（LOD）と呼ばれるデータを対象とした応用を構築

するとともに、現状の LOD の規模に対応できるよう

改良を行い実用性を検証する。ビッグデータに対する

データベース処理と解析処理を効果的に連携する手法

について、機械学習手法を応用した研究開発を行う。

これらのデータを効果的に共有・相互利用するための

データの Provenance（出自）について、メタデータ

に基づいた管理手法を研究するとともに、膨大なデー

タ同士の統合で発生するデータ矛盾を許容できるデー

タ統合手法について研究開発する。 

【平成25年度実績】 

・限られた時間内で動的に処理を変えつつベストエフォ

ートで解答を求めるデータ統合検索手法を研究開発し、

データ量やサイトの数に依存しないスケーラビリティ

を達成した。LOD を検索するデモシステムを構築し

方式の実用性を確認した。機械学習手法を応用した研

究開発は、Hive と呼ばれる並列処理環境上で動作す

るツール群を構築、一般公開した。メタデータに基づ

く管理手法は Lavatube ワークフローへのメタデータ

付与の仕組みを実装した。データ矛盾を扱う統合手法

については、LOD を対象にデータの関連を発見する

ツールを考案してデモ展示した。 

 

３-(3) サービスの省力化のためのロボット化（機械

化）技術 

【第3期中期計画】 

・ロボットの導入により、サービス産業の生産性と品質

向上を目指す。また、人の QOL を向上させるために、

人の生活行動や操作対象のモデル化技術、ロボットの

自律移動技術やロボットによる物体の把持技術、ロボ

ットと人とのインタラクション技術の開発を行う。特

に、生活支援ロボット基盤技術として1日の人の行動

様式の50%以上、数十平方メートルの生活環境の80%
以上、操作対象を30個以上記述可能な人間観察モデル

化技術の開発を行う。 

  

３-(3)-① QOL 向上のための生活支援ロボット基盤技

術 

【第3期中期計画】 

・自律性の高い生活支援システムの社会導入に向けて、

1日の人間の生活行動の50%以上、数十平方メートル

の生活環境の80%以上、操作対象を30個以上記述可能

な人間観察モデル化技術を開発する。 

・高齢化社会における QOL 向上を目指し、家庭や施設

等における実用レベルの生活支援ロボットを開発する。

具体的には、家庭や施設等での行動解析に基づき必要

となる支援サービスを定義し、屋内のあらゆる地点で

精度5cm 以内の精度を有する屋内移動技術、15種類

以上の日常生活用品を対象とした物体把持技術、予備

知識を必要としない高齢者とのインタラクション技術

等を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・レーザー距離からの人追跡において、現状では発見困

難な不整地環境、しゃがんだ状態など様々な姿勢、台

車・自転車・自動車等の他の移動物体に対応可能とな

るように手法を向上させる。距離画像とそこから得ら

れた人の関節角から手で握ったものを検出する際に、

人体寸法データベースを参照することで、手に隠され

ない手より2割以上大きな物体領域を検出する手法を

確立する。人が平面上に置いたり、そこから取り上げ

た物体を検出し、データベースに記録することにより

人の活動を記録するシステムを開発し、人の生活行動

を記録する。 

【平成25年度実績】 

・不整地環境で人の全身姿勢のバリエーションや、自動

車等の移動物体に対応可能な3次元モデルからの複数

仮説検定による追跡手法を開発し、一日の生活行動の

約50%の観測を実現した。時系列距離画像から人体寸

法 DB を参照し、手に隠されない手より2割以上大き

な物を検出する手法を確立した。平面上に置いたり、

取り上げた物体を距離画像から検出し、人の日常生活

行動を自動記述する手法を確立した。日常生活物体の

形状と模様を学習し、オンラインで位置姿勢を発見す

る手法を確立し、約50個の物体で有効性を確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・実用レベルの生活支援ロボット開発のために以下を行

う。 

1) 高齢者施設での介護業務に関する活動調査を行い、
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コストベネフィット分析の基礎データを得る。また支

援ロボットや支援機器を組み合わせて利用するため、

詳細な国際生活機能分類（ICF）情報を付加した機器

のデータベースの構築を行う。 

2) これまでに構築してきた100種類の日常物品モデル

の中で、主要パーツが容器以外の物品についても、パ

ーツの接続関係から階層的に表現したうえで、基幹物

品（階層クラスが上位に属し、かつ主要パーツと付属

パーツの組み合わせの中で使用頻度が高いもの）を抽

出する。これにより、日用品が多様であっても扱い方

が同じならば共通の把持技術を適用できるようにする。

また、「衣類をたたむ」など一つのタスク終了までの

連続動作を具体的課題として、前年度までに開発した

技術の統合を行う。 

【平成25年度実績】 

・実用レベルの生活支援ロボット開発のために以下を行

った。 

1) 介護施設職員の身体的負担をモデル化する調査、お

よび新技術導入の際の消費カテゴリ毎の情報探索コス

トの調査を実施した。また介護保険レセプト分析用

DB の構築、および支援機器に関する ICF 情報を付

加した DB を構築した。 

2) 100種類の日常物品について、パーツの接続関係か

ら15種類の基幹物品（密閉容器，取っ手付き器、注ぎ

口付き器、チューブ状容器、棒状ツールほか）を選定

し、物品把持の観点による日用品モデルを開発した。

これにより、中期計画にある15種類の日用品の把持技

術を達成した。 

 

３-(3)-② サービス産業のためのロボット自律移動技

術 

【第3期中期計画】 

・サービス産業を省力化するためのロボット基盤技術を

開発する。具体的には、人間と協働する搬送や清掃等

のサービスロボットを安全に運用するための機能安全

国際規格 SIL に適合可能なビジョンセンサ技術、土木

や農業等の屋外移動作業システムを精度20cm 以内で

高精度移動制御する技術等を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・配送作業、土木作業等の BtoB サービスを対象に、以

下の研究開発を行う。 

1) バックグラウンドの照度が高い屋外においても精度

良く形状計測を行うためにレーザー光を用いた投影シ

ステムの開発を行う。 

2) 土木・農業・鉱山等の屋外移動作業システムを制御

特性・制御パラメータの調整等により、作業が必要な

場所で移動の精度を現状の平均30cm 以内から更に

10cm 以上高めるための技術を確立する。 

【平成25年度実績】 

・配送作業、土木作業等の BtoB サービスを対象に、以

下の研究開発を行った。 

1) ビジョンセンサ技術として、単色波線パターンの投

影によるワンショット形状計測法を開発し、屋外移動

ロボットで利用可能な高密度形状計測システムを実現

した。また、ロボット用センサの人検知性能評価のた

めの屋外環境シミュレータとして天候による視程低下

を模擬的に再現できる模擬降雪装置を開発した。 

2) 土木・農業・鉱山等の屋外移動作業システムに対し、

制御パラメータの調整に加えて経路計画および動作計

画の見直しを行い、作業が必要な場所で移動の精度を

現状の平均30cm 以内から更に10cm 以上高める技術

を開発し実現した。 

  

３-(4) 技術融合による新サービスの創出 

【第3期中期計画】 

・既存の技術を融合させることで新サービスの創出を目

指す。具体的には、メディア処理とウェブでのインタ

ラクションの融合によるコンテンツサービス、情報技

術と災害軽減、危機管理、環境保全、資源探査等の技

術を融合した地理空間情報サービス、メディア技術と

ロボット技術の融合による新たなサービスの創出を目

指す。特に新サービス創出のためのヒューマノイド技

術として、ヒューマノイドロボットによる段差1cm、

傾斜2度以上の凹凸のある床面の平均時速3km 以上の

歩行を実現する。 

  

３-(4)-① メディア処理技術とインタラクション技術

を融合したコンテンツサービス創出、利活用技術 

【第3期中期計画】 

・コンテンツを一層身近で手軽に活用、創造できる新サ

ービスを創出するために、ユーザによるコンテンツ利

活用を促すインタラクション技術と、コンテンツの生

成、加工、認識、理解等を可能にするメディア処理技

術を高度化し、融合する。具体的には、ユーザを対象

とした実証実験等を通じて、コンテンツの検索、推薦、

鑑賞及び制作、エンタテインメント、ユーザインター

フェース等に関する融合技術を開発し、新サービスを

3種以上創出する。 

 

【平成25年度計画】 

・新サービス創出に向けてインタラクション技術とメデ

ィア処理技術を活用した以下の研究開発を行う。 

1) ユーザ貢献活用型 Web コンテンツ技術に関して、

音声等に関する Web 上のサービスの研究開発を継続

して実証実験を実施し、さらに新たなサービスを立ち

上げる。 

2) 音楽情報処理技術に関して、音楽に関する Web 上

のサービス等の研究開発を実施し、多様な音色の混合

音を扱える音楽音響信号理解技術、歌唱スタイルを考
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慮した歌声情報処理技術等を開発する。 

3) 視線を用いたユーザインタフェース等のインタラク

ション技術を開発する。 

【平成25年度実績】 

・新サービス創出に向けてインタラクション技術とメデ

ィア処理技術を活用した以下の研究開発を行った。 

1) 音声・音楽に関する Web 上のサービスの開発を継

続してクラウドソーシングの観点から考察しつつ実証

実験を実施し、さらに新たに動画高速鑑賞サービスを

実現した。 

2) 音楽コンテンツの関係性を可視化する新たな音楽視

聴支援サービス Songrium を研究開発してプレス発

表し、音楽信号理解技術の無限半正定値テンソル分解、

歌声情報処理技術の歌声トピックモデル分析等を開発

した。 

3) 注視していない場合に高速移動するポインティング

手法を開発した。 

 

３-(4)-② 地理空間情報の高度利用技術と新サービス

創出 

【第3期中期計画】 

・地理空間情報の新サービスを創出するため、多種多様

な地理空間データへの統一的アクセスサービス等の基

本サービス群を開発し、整備する。さらに応用システ

ムの構築を容易にするための再利用可能なミドルウェ

アを開発し、提供する。これらにより、災害軽減、危

機管理、環境保全、資源探査等に関する応用システム

を4件以上構築し、実証実験を実施する。 

 

【平成25年度計画】 

・地震動マップ即時推定システム（QuiQuake）につい

ては、災害時でも耐えられるようシステムを改良し、

情報提供方法について機能強化する。衛星画像・現地

観測統合システム（SFI）については、生物多様性コ

ミュニティへの展開をはかる。 

・Lavatube2はクラウド上でサービス化する。 

【平成25年度実績】 

・応用システム QuiQuake についてはシステムを仮想

マシンとして構築し、災害時でも継続利用可能なクラ

ウド上で即時にサービスの再開が可能となるようシス

テムを改良し、情報提供方法について可用性向上によ

る機能強化を行った。SFI については生物多様性に関

する共同研究を開始した。また、SFI の成果を原子力

規制庁の放射線モニタリングプロジェクトに適用した。

Lavatube は限定したユーザ向けにクラウド上でサー

ビス提供した。地理空間データの基本サービスの1つ

として、Landsat8のデータ公開システムを構築しサ

ービス提供を開始した。 

 

３-(4)-③ 新サービスの創出のためのヒューマノイド

基盤技術 

【第3期中期計画】 

・ヒューマノイド技術を活用した新サービスの創出を目

的として、メディア技術との融合によりコンテンツ産

業を支援するロボットサービス、人動作解析技術等と

の融合による人動作模擬サービス等を創出するヒュー

マノイド基盤技術を開発する。具体的には、全身動作、

表情及び音声を統合した振舞の生成、段差1cm、傾斜

2度以上の凹凸のある床面の平均時速3km 以上の歩行、

簡易な指示による未知環境の移動や簡易作業、高齢者

等の人動作の模擬等を実現する技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・東京電力福島第一原子力発電所廃止措置に貢献する技

術開発を行う。ヒューマノイド技術を活用した災害対

応サービスの基盤となる遠隔操作端末からの簡易な指

示によるドアの押し開けを含む未知環境の移動や、歩

行障害物の除去等の簡易作業を実現する技術を開発す

る。人動作模擬サービスの一例として、人間行動の理

解・シミュレーション技術とヒューマノイドによる再

現技術を開発し、アシスト機器の効果の定量的評価と

設計支援を行う。 

【平成25年度実績】 

・Honda と共同で高所調査用ロボットシステムを開発

し、東京電力と共に福島第一原発2号機原子炉建屋1階

の調査を実施し、高所の線量や機器の様子など廃炉作

業に有益な情報を取得した。段差1cm、傾斜2度以上

の凹凸のある未知環境を平均時速3km で歩行する技

術、遠隔操作によりドアの押し開けや歩行障害物の除

去等を行う技術を開発し、シミュレーションにて有効

性検証した。異なる姿勢の3次元測定データの自動対

応付けによる人動作理解技術、最適化手法に基づく人

動作再現技術を開発し、装着型機器の負荷低減効果の

定量的検証を行った。 

 

３-(5) 情報基盤における安全性や信頼性の確立 

【第3期中期計画】 

・情報システム製品のセキュリティ評価技術を確立する

ために、情報システムにおける事故を未然に防ぐとと

もに事故が起きても被害の拡大を防ぐセキュリティ対

策技術、情報基盤自体を高信頼なものにするための検

証法や開発支援ツール及び情報基盤の安全性評価に関

する技術の開発を行う。特に、情報システムの高信頼、

高安全及び高可用化技術において、基盤情報システム

の大半を占める1兆状態以上のシステムに対するテス

トケース自動生成技術の開発を行う。 

  

３-(5)-① 情報システム製品のセキュリティ評価技術 

（Ⅳ-３-(1)-⑥へ再掲） 

【第3期中期計画】 
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・IC カードに代表されるハードウェアや基幹ソフトウ

ェア等、情報システムの中核をなす製品の脆弱性分析

や安全性評価に関して、現行の制度、標準や新たな評

価制度を見据えた技術を開発する。また、当該技術等

について、我が国の電子政府推奨暗号評価等での活用

を実現する。さらに、それらの技術等を実システムに

組み込み可能な暗号ライブラリに適用し、安全性検証

済みライブラリとして公開する。 

 

【平成25年度計画】 

・攻撃技法の拡充や測定解析ソフトウェアの開発・改良

を進める一方、デバイスの物理量測定を実施し、波形

データベースの構築に着手する。 

・動的再構成機能を、静的再構成回路のプロトタイプと

比較し、動的な方法の優位性を検証するとともに、実

利用の検討を進める。 

・3種類以上の異なるテクノロジのプロセス上で PUF
の性能評価を行い、偽造防止技術の実用性検証を進め

る。また、機械学習を用いてデバイスのクローンを作

成する攻撃実験を行い、PUF の安全性評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・評価できる攻撃数を5種類に、計測波形は最大1000万

となるようツールを改良。波形データベースを構築し、

計測器性能の解析への影響を調査。サイドチャネル攻

撃と PUF の評価ができる小型ボード MiMICC を開

発。 

・AES など6種類の暗号を動的再構成で実装し、静的実

装に比べ、回路規模を最大74%、消費電力を最大

3.4%低減できることを示した。 

・提案する PL-PUF の性能評価を FPGA で行い、ID
空間サイズが従来型 PUF の237に対して2116に拡大し、

高いユニーク性を持つことを確認。また機械学習で、

従来は可能だったクローン作成が、提案方式では困難

であることを確認。 

 

【平成25年度計画】 

・セキュリティシステムや情報セキュリティに必要な形

式仕様・定理証明などに関係した研究を推進する。C
言語プログラムなどの実装の検証に必要な仕組みを引

き続き整備するほか、形式仕様記述を実装検査や設計

の検証等に生かす仕組みや、基幹システムの安全性向

上のために形式化や論理検証などの技術を展開する研

究その他を推進する。 

【平成25年度実績】 

・昨年度に続き、C 言語プログラムの定理証明支援系に

よる形式検証に向けて、TLS 標準プロトコルの検証

ライブラリの充実、洗練を行い、TLS の実装が仕様

を満たすことを効率的に証明する仕組みを完成させ

Web サイトから公開した。また、今年度から、通信

の信頼性に重要なモダン符号理論のひとつである

LDPC 符号の設計のための形式検証基盤も整備して

いる。その他、形式手法技術の発展・展開に向けて、

鉄道信号システムの要求分析や設計図、データベース

のクエリ解析やテーブル設計に対して形式手法（モデ

ル検査、定理証明）を適用し、その有効性を実証する

とともに、学術誌や講演会等で解説を行った。 

 

３-(5)-② 情報システムの高信頼、高安全、高可用化

技術 （Ⅳ-３-(1)-⑦へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・情報システムの形式モデルベーステストによるケース

自動生成技術を開発してシミュレーション技術への統

合を図り、実社会の基盤情報システムの大半を占める

1兆状態以上のシステムに対して、技術の有効性を検

証する。さらにシステムの設計、開発、試用、改変、

譲渡、廃棄までのライフサイクルの各場面で適用すべ

きテストや検証法のガイドラインを策定し、評価技術

を開発する。また、設計と開発を中心にシステムのラ

イフサイクルを支援するツールチェーンを開発する。 

  

【平成25年度計画】 

・テスト設計ツールを始めとするソフトウェア開発ツー

ルの商品化および事業化を目指して、外部研究資金を

目指す。同時に、アシュアランス人材育成や高度テス

ト技術者人材育成のための企業向けセミナー素材を開

発して、受講者等規模拡大を行う。高回復マイコンの

高信頼化、高機能化の研究を進めて、8ビットマイコ

ンから32ビットマイコンへも適用可能とする。保証技

術の OMG 規格化の審議を進める。消費者機械規格の

策定までのロードマップを作成する。 

【平成25年度実績】 

・テスト設計ツールの効率化・高度化をテーマにした

JST A-STEP を受託し、技術移転を開始した。業界

団体と共催で企業の技術者向けセミナーを実施し、組

込み適塾での人材育成を行った。32ビット高回復マイ

コンについて、基本ソフトウェアに対応した一兆以上

の状態のモデルを完成させたほか、ハードウェア異常

の詳細な解析と確率モデルの構築を行った。消費者機

械の安全性保証技術の OMG 規格化のため、ロードマ

ップを策定し、規格案を11月に OMG に提出した。

GSN 規格に関係するツールの共同開発を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・ソフトウェアエンジニアリングツールチェーンの研究

開発では、システムのライフサイクルを支援するツー

ルチェーンをオープンスタンダードとオープンシステ

ムに基づいて開発し、PBL 演習に提供する。平成25

年度は、平成24年度に公開したデプロイメントパッケ

ージ DP for PBL の妥当性確認を行い、改訂版の開発

を行い、ベータ版として Web で公開する。DP for 
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PBL に基づいたソフトウェア開発を、筑波大学大学

院 PBL 演習の学生チームに提案し、学生チームが受

託した場合は、学生チームによる妥当性確認を行う。 

【平成25年度実績】 

・DP for PBL アルファ版の妥当性確認、改訂版の開発

と Web 公開を行った。妥当性確認にあたっては、ア

ルファ版を参考とする条件で筑波大学大学院 PBL 演

習の学生チームにソフトウェア開発プロジェクトを提

案し協力を得た。第三者による妥当性確認手段として

プロセスアセスメントの手法を使用することとし、ア

セスメント実施のためにアルファ版に準拠したアセス

メントキットを開発し、ソフトウェア開発プロジェク

トの終了後に開発プロセスの実態に関するヒアリング

を実施した。ベータ版の開発はこの結果も参考に行っ

た。 

 

Ⅳ．イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評

価基盤の整備 

【第3期中期計画】 

・イノベーションの実現と社会の安全・安心を支えるた

めに必要な、基盤的、先端的な計測及び分析技術並び

に生産現場に適用可能な生産計測技術の開発を行う。

また、信頼性ある計測評価結果をデータベース化し、

産業活動や社会の安全・安心を支える知的基盤として

提供する。さらに、製品の安全性や適正な商取引、普

及促進に必要となる製品やサービスの認証を支える評

価技術の開発を行い、試験評価方法の形で提供すると

ともにその標準化を行う。 

  

１．技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立の

ための計測基盤技術 

【第3期中期計画】 

・先端的な技術開発を支援するために必要となる分解能、

応答性に優れた材料計測、解析、評価技術及び安全の

基盤として必要な構造物診断技術等の計測、解析、評

価技術の開発を行う。また、それらの産業界への普及

と標準化を行う。さらに、製品の品質と生産性を高め

るうえで重要な、生産現場で発生する計測にかかわる

技術の開発を行うとともに、開発した計測、解析、評

価技術を統合し、現場に直接適用可能な計測ソリュー

ションの提供を行う。 

  

１-(1) 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解

析技術及び評価基盤技術 

【第3期中期計画】 

・産業や社会に発展をもたらす先端的な技術開発を支援

する計測、解析、評価技術の開発を行う。具体的には、

有機材料、生体関連物質における分子レベルの評価に

必要な計測技術の開発を行う。また、ナノレベルから

マクロレベルにわたり俯瞰的に材料の構造と機能を評

価できるナノ材料プロセス計測及び解析技術の開発を

行う。さらに、安全性及び信頼性評価における基盤技

術として必要な、構造物診断を可能にする計測、解析

及び評価基盤技術の開発を行う。これらの成果を、技

術移転等を通じて産業界に普及させる。 

  

１-(1)-① 有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の

開発 

【第3期中期計画】 

・社会的に関心の高い有機又は生体関連物質等ナノ物質

を評価するために、飛行時間型質量分析法による分子

量測定、円二色性不斉分子の分析等による分子構造解

析、分子イメ－ジング等の計測技術を開発し、8件以

上の技術移転を実施する。 

 

【平成25年度計画】 

・ライフイノベーション関連の計測分析技術開発を行う。 

1) 有感面積10mm 超伝導検出器と単一磁束量子回路

を搭載した質量分析装置を完成させる。 

2) マトリクスフリー質量分析をチャージアップ防止技

術で高スループット化（10倍）する。 

3) 真空紫外域円二色性計測高感度化（1桁）、テラヘ

ルツイメージング短波長化（0.9THz）と X 線高エネ

ルギー化（80keV）を達成する。 

4) 動物試験用長尺 CNT 分散液を調製、毒性試験を可

能にする。 

5) 肺胞マクロファージ酸化ストレス関連因子の免疫組

織学的な解析手法を確立する。 

【平成25年度実績】 

・ライフイノベーション関連の計測分析技術開発を行っ

た。 

1) 単一磁束量子回路から構成される時間デジタル変換

器を動作させた。 

2) マトリックスフリー質量イメージングを低分解能測

定モードで10倍高スループット化した。 

3) 円二色性計測の10倍以上の高感度化、テラヘルツイ

メージング短波長化（0.9THz）を実現した。レーザ

ーの高周波生成で、X 線の高エネルギー化を実現した。 

4) 動物試験用長尺 CNT 分散液を調製して動物毒性試

験を行なった。 

5) 肺胞マクロファージの TLR4産生の免疫組織学的解

析手法を確立した。 

 

１-(1)-② ナノ材料プロセスにおける構造及び機能計

測並びにその統合的な解析技術の開発 

【第3期中期計画】 

・ナノ材料・デバイスの広範なスケ－ルにおける構造及

び機能に関する計測技術の開発及び多変量解析等の情

報の統合的な解析技術を開発する。サブナノメートル

からミリメートルオーダーの機器分析情報の中から、
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二つ以上のスケールの情報を統合し構造と機能の関係

の定量化技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・グリーンイノベーション関連の計測分析技術開発を行

う。 

1) 陽電子欠陥計測装置で－150～200度の温度依存性測

定を可能にする。  

2) SiC 中微量窒素に対する X 線吸収分光測定の検出

限界を100ppm 以下とする。 

3) 結晶構造解析法モデル評価規準構築のため、密度変

数推定を可能にする。 

4) 位相制御レーザ場のフーリエ合成、クラスター励起

SIMS の有機試料分析を実現する。 

5)フェムト秒過渡吸収で光触媒 in-situ 測定を実現、水

分解反応を観測する。 

6)異なる計測手法のデータのヘテロ相関解析手法を確立

する。 

【平成25年度実績】 

・グリーンイノベーション関連の計測分析技術開発を行

った。 

1) －150～200度の試料温度制御下で陽電子欠陥測定を

実現した。 

2) ニーズがあったダイアモンド半導体中窒素の X 線

吸収分光測定を SiC より優先して実現した。 

3) バイアス補正による密度変数推定で単結晶構造の席

占有率を0.1%台の精度で精密化した。 

4) ナノ秒4色位相制御レーザー場フーリエ合成、クラ

スターSIMS による有機材料分析を実証した。 

5) 光触媒 in-situ 測定を実現し、水分解初期過程の助

触媒反応を観測した。 

6) ヘテロ相関解析手法を確立し、有機材料の結晶相と

変形の関係を解明した。 

 

１-(1)-③ インフラ診断技術の開発 

【第3期中期計画】 

・構造物安全性確保に資する迅速かつ高精度、可搬性に

優れた健全性評価システムを開発する。超音波探傷装

置や可搬型 X 線検査装置を活用して構造物中におけ

るサブミリメートルサイズの欠陥情報のその場可視化

技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・安全安心のための計測技術確立のために以下の開発を

行う。 

1) 構造物の衝撃負荷等異常検出への光ファイバセンサ

の適用、縞画像を利用した mm オーダの計測精度を

有する3次元変位計測技術、および10MHz 以上の高

周波超音波を利用した100µm 以下の欠陥検出技術を

確立する。 

2) プラント配管等の狭隘部のその場 X 線画像診断を

実現するため、100keV 以上のエネルギーの X 線を発

生できる厚さ7cm 以下の可搬型カーボンナノ構造体

X 線源を開発する。 

【平成25年度実績】 

・安全安心のための計測技術確立のための開発を行った。 

1) FBG 光ファイバセンサを用いてひずみゲージでは

検出できない微弱な衝撃負荷を検出し、モアレ縞を利

用して mm オーダの精度で3次元変位計測をした。ま

た15MHz の超音波を利用して20µm 大の欠陥を検出

した。 

2) プラント配管等の狭隘部のその場 X 線画像診断の

ため、110keV 以上のエネルギーの X 線を発生できる

厚さ7cm の可搬型カーボンナノ構造体 X 線源を開発

した。 

 

１-(1)-④ 蓄電池構成材料の評価及び解析技術の開発 

（Ⅰ-２-(1)-①を一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・新規の蓄電池構成材料の開発を加速するため、材料を

共通的に評価、解析する技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・評価基準書最終版作成に向けて、小形、標準、及び、

大形ラミネート型セルの大きさとその電池特性との相

関性を把握し、少量サンプルでの簡易評価法の検討や

過充電等の安全性評価法の検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・コインセル、小形、標準、及び、大形ラミネート型セ

ルでの電池特性（充放電特性）データの取得とその解

析結果から相関性が把握でき、少量サンプルの評価が

可能となることが分かった。また、主として過充電、

過熱に関する安全性評価法を検討し、その手順を取り

まとめた。これまでに構築した世界的シェアを有する

国内複数企業を中心とした拠点において、取りまとめ

られた評価手法、手順などを全参画者と共有し、評価

基準書最終版作成に向けた準備を進めた。 

 

１-(2) 先端計測技術及び分析機器の開発 

【第3期中期計画】 

・新産業創出を先導するために必要な、先端計測及び分

析機器に関する技術開発を行う。具体的には量子ビー

ム、イオンビームの分析、診断への応用技術、電子顕

微鏡の高分解能化と多機能化技術、デバイス、システ

ム評価を可能にする複合計測技術等の開発を行う。ま

た、開発した装置の産業界への普及を促進するととも

に、標準化を行う。 

  

１-(2)-① 材料評価のための先端計測及び分析機器開

発 
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【第3期中期計画】 

・ポジトロンや超伝導検出器等の量子ビーム、イオンビ

ーム等の材料及び生体の検出、分析及び診断機器への

応用を実証するとともに標準化を行う。6件以上の装

置公開利用、8件以上の技術移転を実施する。 

 

【平成25年度計画】 

・先端計測分析技術を公開し課題解決を行うとともに、

先端機器の普及を促進する。 

1) 垂直入射型陽電子ビームラインにおいて、高分解能

半導体検出器により電子の運動量情報を得る機能を加

え、複合欠陥等の評価ができるようにする。 

2 )集約化クリーンルームでは、超伝導デジタル回路の

ユーザーへのチップ配布を開始する。さらに公開セミ

ナーの開催等により、登録ユーザー数を40名以上にす

る。 

3) 新規・既存の公開機器を活用してユーザーの計測分

析ニーズへ対応する。所内外のユーザーへの支援件数

80件以上を達成する。 

【平成25年度実績】 

・先端計測分析技術を公開し挑戦的な課題解決を行うと

ともに、先端機器の普及を促進した。 

1) 垂直入射型陽電子ビームラインに高分解能半導体検

出器による電子運動量分布測定機能を付加し、化合物

半導体等の複合欠陥の評価を可能にした。 

2) 集約化クリーンルームで超伝導デジタル回路のチッ

プ配布を開始し、かつ、公開セミナーの開催等により

支援件数20件（4月以降確定）を達成し、登録ユーザ

ー数は30名（4月以降確定）であったが技術代行支援

で実質数は40名を超えた。 

3) 新規に EUPS 装置を公開した。既公開機器を用い

て所内外への支援件数200件（4月以降確定）を達成し

た。 

 

１-(2)-② 超高感度、高分解能透過電子顕微鏡の研究

開発 

【第3期中期計画】 

・単分子・単原子レベルでの計測及び分析技術を確立す

るために電子顕微鏡のさらなる高分解能化及び高感度

化技術を開発する。このために、電子光学系の高度化、

検出器の高効率化、装置環境の高安定化等の要素技術

開発に加え、用途に応じた電子顕微鏡の多機能化を行

う。これにより、現在、電子線波長の25倍程度でしか

ない空間分解能を、世界最高となる電子線波長の17倍

程度にまで向上することを目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・H24年度までに開発した新型収差補正装置を搭載した

低加速高分解能電子顕微鏡を用いて、加速電圧15kV
において0.2nm 以下の空間分解能を達成する。 

・これまでに開発した軽元素から重元素までの高感度検

出技術を応用し、ナノチューブ・グラフェンをはじめ

とする低次元物質構造体のドーパントや不純物を単原

子レベルで検出する技術を確立する。 

【平成25年度実績】 

・新規開発した収差補正装置を搭載した低加速高分解能

電子顕微鏡を用いて、加速電圧 15kV において

0.17nm の空間分解能を達成した。 

・これまでに開発した電子顕微鏡における検出器の高効

率化、装置環境の高安定化などの要素技術を応用し、

ナノチューブやグラフェンなど低次元物質のドーパン

トや不純物を単原子レベルで検出する技術を確立した。

平成25年度は二硫化モリブデン単原子層中のドーパン

トおよび不純物を単原子レベルで検出することに成功

した。 

 

１-(2)-③ デバイス、システム評価のための先端計測

機器の開発 

【第3期中期計画】 

・スピントロニクスデバイスにおけるナノ領域のスピン

方向を3次元解析できるナノスピン計測技術を開発す

る。 

・高速トランジスタとして期待されるナノカーボンの電

気的特性のナノサイズ領域の電荷分布測定を行なえる

プローブ顕微鏡技術を開発する。 

・電圧及び抵抗標準を生産現場に導入でき、校正コスト

の削減を可能とする小型、低コスト、低消費電力の直

流電圧標準システムと集積回路チップ化された電流比

較器を開発する。 

・スーパーハイビジョン時代の大容量位相多値光通信や

材料の加工、改質の実現のために、サブフェムト秒の

時間分解能を有する光測定技術を開発する。そのため

にタイミングと絶対位相が100アト（10の－16乗）秒

以下に同期された多波長極短パルスレーザーを開発す

る。 

 

【平成25年度計画】 

・相変化物質や、グラフェン等ポストシリコン半導体デ

バイス材料において、SCM 技術を用いて、局所的な

物性変化を誘起し、その物性変化が及ぶ領域サイズや、

マクロな物性に及ぼす影響を評価するための技術を開

発する。さらに、グラフェン量子ホール素子をロバス

トな1次標準として、新たな電気抵抗標準体系を構築

するための基礎データを取得する。 

【平成25年度実績】 

・He イオン顕微鏡を用いて極微量の結晶欠陥を導入し

たグラフェンについて、金属-絶縁体転移することを

SCM 技術にて観察し、その物性変化が及ぶ領域サイ

ズや、マクロな物性に及ぼす影響を評価するための技

術を開発した。また量子ホール素子1次標準をベース
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に、より高抵抗の標準を目指す電気抵抗2次標準の候

補である金属微粒子分散ガラスについては、その伝導

経路を SCM 技術にて観察し、金属微粒子がガラス内

で自発的にネットワーク構造を形成していることを確

認した。 

 

【平成25年度計画】 

・12K で動作するジョセフソン素子アレーと改良した

ソフトウエアを組み込んだラックマウント型ジョセフ

ソン標準試作機を開発し、実地試験に供することで、

ユーザの使用に際する問題点の明確化と開発へのフィ

ードバックを行う。 

【平成25年度実績】 

・ラックマウント型ジョセフソン標準試作機を用いて、

長野県工業技術総合センターおよび株式会社サンジェ

ムにおいて実地試験を行った。その結果見出された電

圧変動について原因究明を行い、電圧増倍回路の改良

により解決できる見通しを得た。 

 

【平成25年度計画】 

・応用展開に向けて開発してきた超短パルス Yb ファイ

バーレーザーの技術を用いて、産業的に関心の高い積

層薄膜構造のスクライブ等で100kHz 高速加工と超短

パルス化効果を検証する実験を行う。また、多値位相

変調の評価や物質プロセス測定に必要とされる多波長

極短パルスレーザーについては、タイミングと位相の

同期の信頼性を向上させるためファイバーレーザーを

組み合わせた同期技術を開発するとともに、外部の増

幅システム等まで含めての変動測定実験と解析を行う。 

【平成25年度実績】 

・Yb ファイバーレーザーを用いて、CIGS 太陽電池の

積層薄膜サンプルのスクライブ加工実験を行い、繰返

し周波数を100kHz に固定し、300fs 以下に短パルス

化することで従来問題となっていた熱的変質が抑制で

きることを確認した。さらに、レーザー強度分布の改

善で、電池に必要な変換効率も得られた。多波長極短

パルスレーザーについては、温度制御した Yb ファイ

バーレーザー発振器を開発し、Ti サファイアレーザ

ーとの6時間以上のフェムト秒長時間同期に成功した。

また、増幅システムの変動測定とフリンジ成分から相

対位相変動を推計する解析を行った。 

 

１-(3) 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開

発と提供 

【第3期中期計画】 

・製品の品質と生産性を高める上で必要となる欠陥や異

常検出技術、高圧下等の測定が困難な条件下における

計測技術、微量試料での精密化学分析技術等の生産計

測技術の開発を行う。開発した計測、解析及び評価技

術を統合し、新たな検査方法の確立等、生産現場へ直

接適用可能な計測ソリューションとして提供する。

様々な生産現場の課題解決に取り組み、8件以上のソ

リューションを提供する。 

  

１-(3)-① 生産現場計測技術の開発 

【第3期中期計画】 

・エレクトロニクス産業等の生産現場で求められている

製品の各種欠陥や異常等の検出、発生防止、及び生産

の高効率化を目指した、実用的なソリュ－ションを開

発し提供する。10件以上の生産現場の課題解決に取り

組み、3件以上のソリューションを提供する。 

 

【平成25年度計画】 

1) シリコンウエハ検査装置については、企業と共同で

クリーンルーム等の生産現場で実用機としての最終調

整をおこない、量産化ラインへの組み込みを達成する。

さらに、検査装置の製品化や関連分野への技術普及に

着手する。 

2) 外観検査技術については、新たな展開として自動車

エンジン部材の欠陥検査等、関連の外観検査技術の開

発に着手する。 

3) FPC 外観検査については、サブ mm サイズの金め

っき部位の評価と種々の製品・材質への対応ができる

よう、高倍率化と画像・統計処理システムの改良、ニ

ッケル被膜等の評価に着手する。 

【平成25年度実績】 

1) シリコンウエハ検査装置について、産総研原理機で

測定再現性89%を達成し、本仕様を LSI 量産メーカ

工場クリーンルーム内の開発装置に移植した。並行し

て、検査装置メーカと共同で製品プロトタイプ機の製

作に着手した。  

2) 検査装置メーカと共同で自動車エンジン部材のレー

ザー方式による欠陥検査装置の開発に着手した。  

3) FPC 外観検査装置の光学系と画像・統計処理シス

テムを改良して0.5mm 角程度の金めっき部位の評価

を実現、自動評価技術を確立した。実用化の目処を得

ると共に、ニッケルや銅表面の評価に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

1) 装置部品メーカとの共同研究により、量産用エッチ

ング装置のウエハ静電吸着ステージに内蔵した複数の

音響センサーの感度を補正する実装技術、音響センサ

ーからの信号を大気側に引き出す光ファイバーを使用

する光給電方式による配線技術の研究開発を行い、試

作品を作成する。 

2) 材料メーカとの共同研究により、高いプラズマ耐性

と導電性を有するセラミックスやコーティング材の耐

性評価を行い、最適化と実用化試験を行う。 

【平成25年度実績】 

1) 装置部品メーカと共同で量産用エッチング装置の異



資 料 

(1170) 

 
 

 
 

常検出用音響センサをウエハ吸着ステージに内蔵する

技術開発で、実装容易性を考慮し、スパッタ成膜法で

直接形成したセンサの正常動作を確認した。また、光

給電システムを試作して動作を確認した。 

2) 材料メーカと共同開発した導電性高プラズマ耐性セ

ラミックスを大手デバイスメーカにサンプル出荷し良

好な結果を得た。実使用の最終判断に向けた長期耐性

評価を進めた。 

3) 計測機器メーカとプラズマ装置へ装着容易なプラズ

マインピーダンス計測機器を共同で製品化、上市した。 

 

１-(3)-② 測定が困難な条件に適用可能な力学計測技

術の開発 

【第3期中期計画】 

・測定が困難な条件下における広帯域圧力振動計測技術、

応力可視化技術を開発し、産業や社会の現場に適用可

能なソリュ－ションとして提供する。5件以上の産業

や社会の課題解決に取り組み、3件以上のソリューシ

ョンを提供する。 

 

【平成25年度計画】 

1) 半導体デバイスの製造現場で実際に使用されている

ボンディング装置にセンサを設置し、ボンディング不

良品発生の検知可能性を調べる。また、アルミ鋼板な

どの製造現場環境に近い状況下で、セラミックシンク

ロールの摩擦摩耗状態の振動センサによるモニタリン

グ可能性を検証する。 

2) 多元同時スパッタリング法や化学溶液法、第一原理

計算などを用いて、高い耐環境性を示す、新しい複合

化合物圧電体薄膜の探索を行う。また、オールウエッ

トプロセスなどの大面積低コストに適した薄膜作製技

術の研究も行う。 

【平成25年度実績】 

1) ボンディング不良品発生を調べた結果、振動測定に

より、押さえ無し等条件の変化を検出でき、不良品発

生検知の可能性を示した。また、セラミックシンクロ

ールの摩擦摩耗状態のモニタリングを行った結果、振

動の経時変化によって寿命予知の可能性を示した。 

2) スパッタリング法などを用いて、新規材料探索を行

った結果、AlN に Mg と Nb を同時にドープすること

によって、高い圧電性を示すことを見出した。また、

大面積低コストの研究も行った結果、オールウエット

プロセスによって ZnO 薄膜の大面積センサ素子の作

製に成功した。 

 

【平成25年度計画】 

・赤外イメージング可能な近赤外応力発光センサの開発

と高効率化を試み、オンサイト生体計測の可能性を検

討する。さらに可視応力発光体の用途の拡大を目指し

た、レアアースフリーの応力発光体の探索と発光機構

解明に着手する。異常検出システムと応力記録システ

ムの高度化をさらに進め、理論、数値計算、他の実験

手法の結果との比較検証を行い、微小ひずみ（0.02%
ひずみ）の検出感度向上、高圧容器の健全性診断への

展開を図る。また、種々の条件下における応答性につ

いてデータの蓄積（10件以上）をさらに進め、データ

ベースの充実を図る。 

【平成25年度実績】 

・生体イメージング可能な応力発光センサの開発におい

ては、生体透過可能な800nm-1100nm 波長を有する

近赤外応力発光体の開発を世界で初めて成功し、オン

サイト生体計測の可能性を見出した。可視応力発光体

の開発では、様々な刺激に応答可能な新規レアアース

フリー応力発光体 CaZnOS の開発に成功し、発光機

構の解明を進展した。異常検出システムと応力記録シ

ステムに関しては、0.02%ひずみの検出感度向上を達

成し、高圧容器の破壊予知の可能性を突き止めた。発

光とひずみの応答データは10件以上累積できた。 

 

１-(3)-③ 微量、迅速、精密化学計測技術の開発 

【第3期中期計画】 

・マイクロ空間化学技術等を用いた分析、計測及び解析

技術を開発し、バイオ、化学、素材関連産業分野にお

けるソリューションを提供する。5件以上の産業や社

会の課題解決に取り組み、2件以上のソリューション

を提供する。 

  

【平成25年度計画】 

・ナノ材料に関してはベンチャーを介し複数のソリュー

ション提供を試み、一件以上を完結させる。歯周病検

査デバイスに関しては、企業と連携し臨床診断に向け

た前処理技術の確立によるソリューション提供を目指

す。卵細胞分別チップならびにマイクロ流路を用いた

精子のオンサイト分離技術に関しては、設計した流路

構造を持つデバイスによる分別技術の最適化を進める

と共に、各々県畜産試験場と連携して現場へのソリュ

ーション提供を進める。また、母胎側の受胎適期のオ

ンサイトセンシングに向けた小型ホルモンセンサ等の

開発に着手する。 

【平成25年度実績】 

・ナノ材料に関しては合成及び分散条件探索に関するベ

ンチャーへのソリューション提供をそれぞれ完了させ

るとともに、大手企業へのナノ材料開発全般に関する

ソリューション提供へと話を進めた。歯周病検査デバ

イスに関しては、企業と連携し技術移転を完了させる

とともに、歯科検診に向けた前処理技術の開発を開始

した。卵細胞分別チップと精子のオンサイト分離に関

しては、現場での実証試験体制を整えた。これらに加

えて NEDO 社会課題対応センサープロジェクトにて

受胎適期のオンサイトセンシングに向けたセンサ等の



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1171) 

開発に着手した。 

 

【平成25年度計画】 

・CdSe/ZnS/TiO2/PEG に食中毒要因菌が産生する毒素

蛋白質に対する抗体が結合可能かどうかを検討する。

さらに蛍光性ナノ粒子用の免疫クロマトグラフィーの

最適化用部材の選定を行う。SOWG 分光法を用いた

バイオセンサー開発のため、色素やタンパク質固定化

方法と保護膜作製方法を検討する。また水素ガス検知

器実用化のため合金薄膜の光透過スペクトル評価を行

う。低電圧パルス印加による細胞膜破壊方法を用いて

大腸菌以外のグラム陽性菌や酵母等からタンパク質等

の生体分子を取り出す方法を検討する。 

【平成25年度実績】 

・抗ベロ毒素モノクローナル抗体は作成できたが、

CdSe/ZnS/TiO2/PEG との結合性の評価まではできな

かった。サンプルパッド等の免疫クロマト用部材の選

定は終了した。SOWG 表面にホスホン酸化合物自己

組織化単分子膜を形成させることで代表的なヘムタン

パク質であるチトクローム c の直接電子移動反応を保

ったまま固定化する事に成功し、保護膜としての機能

を確認している。水素ガス検知器開発に関しては50%
以上の高濃度の水素ガスの0.2秒以内の迅速検知を確

認した。低電圧パルス印加装置の電極径や配置の最適

化を行うとともにグラム陰性菌の培養を行った。 

  

２．知的基盤としてのデータベースの構築と活用 

【第3期中期計画】 

・標準化の推進、地質情報等の有効利用、災害事例の共

有、ものづくり支援等のために、信頼性（評価方法、

不確かさ、出典等）を明示した各種データベースを構

築、整備する。構築したデータベースは、上記に関わ

る知的基盤として、更新を保証しつつ継続的に社会に

提供する。 

 

２-(1) 標準化を支援するデータベース 

【第3期中期計画】 

・基準認証活動を進めるにあたり、関係者が共有すべき

定量的情報をデータベースとして整備し提供する。具

体的には国家計量標準にトレーサブルで、不確かさが

評価されている等、信頼性が明示された物質のスペク

トル、熱物性等のデータを拡充し継続的に提供する。 

  

２-(1)-① スペクトルデータベースの整備 

【第3期中期計画】 

・有機化合物等のスペクトルデータを測定するとともに

解析及び評価を行い、検証されたデータ5,000件を新

たに収録し公開する。 

 

 

【平成25年度計画】 

・有機化合物の H-1核と C-13核の核磁気共鳴、赤外分

光ならび質量スペクトルデータを測定するとともに解

析・評価を行い、検証されたデータ合計1,200件以上

を新たに収録し公開する。日本国内で入手可能な標準

物質のデータベース（RMinfo）の適切な運用管理を

行 う と と も に 、 国 際 標 準 物 質 デ ー タ ベ ー ス

（COMAR)の国内事務局として、国際標準物質の情

報を適切に管理する。 

【平成25年度実績】 

・有機化合物の H-1核と C-13核の核磁気共鳴、赤外分

光ならび質量スペクトルを測定し、解析・評価を行い

検証されたデータを合計963件新規にウエブに公開し

た。データ公開サポートがなくなり、データ収集等が

制限される期間があったものの、これを除けば公開の

ペースは当初目標の月あたり100件以上を上回る結果

となった。日本国内で入手可能な標準物質のデータベ

ース（RMinfo）の NITE からの移管を受けて適切な

運用管理を行うとともに、国際標準物質データベース

（COMAR)の国内事務局として、国際標準物質の情

報を適切に管理した。 

 

２-(1)-② 熱物性を中心とした材料計量データベース

の整備 

【第3期中期計画】 

・材料の熱物性及び関連物性について、不確かさ評価等

により信頼性の保証されたデ－タセット100組以上を

新たに収録し継続的かつ安定的に提供する。 

 

【平成25年度計画】 

・固体材料について、不確かさ評価等により信頼性の保

証された25組以上の物性データセットを分散型熱物性

データベースに収録し、公開する。 

【平成25年度実績】 

・高純度鉄、等方性黒鉛、透明導電膜などの固体材料に

関する13組の物性データセットを分散型熱物性データ

ベースに収録し、公開した。 

・データベースの可用性および利便性の改良を優先して

行ったことにより今年度収録目標数を達成することは

出来なかったが、最終的な中期目標達成を確実にする

ために、今後の実施スケジュールの見直しを行った。 

  

２-(2) 資源等の有効利用を支援するデータベース 

【第3期中期計画】 

・地質情報等と衛星画像情報等を統合化したデータベー

スを整備し、資源等の有効利用を支援するために利用

しやすい形で社会に提供する。また、情報通信速度の

向上や画像処理技術の進展に応じて、新たなデータを

統合してデータベースとして提供する等の高度化対応

を行う。 
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２-(2)-① 衛星画像情報及び地質情報の統合化データ

ベースの整備 （別表２-１-(3)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・衛星データ利用システム構築に資する衛星画像情報を

整備し、地質情報との統合利用により、鉱物資源のポ

テンシャル評価や火山、地震、津波等の災害情報等に

利活用する。また、情報通信技術との融合により、シ

ームレス化、データベース化された地質情報と衛星画

像情報の統合化データベースを整備し、新たな視点の

地質情報を抽出するための利活用方法の研究を実施す

る。 

 

【平成25年度計画】 

・利用しやすい形、かつ、品質保証された ASTER、

PALSAR および METI 開発次期センサの衛星画像情

報の整備に向けた研究開発を行う。 

1) ASTER に対する地上サイトを用いた校正と検証、

および、その画像補正にかかる研究開発を継続する。 

2) ASTER のデータベースでは全量生データの蓄積の

上に、さらに約15TB の生データの蓄積を行う。また、

PALSAR のデータベースでは全量画像処理システム

の研究開発を継続する。 

3) 次期センサに対しては、その特殊性を考慮した校正

手法、アルゴリズムおよびそのデータベースの研究開

発を継続する。 

【平成25年度実績】 

・1)については、代替および相互校正の研究成果から、

運用中 ASTER センサに新たな問題が生じていたこと

を明確にし、その補正方法を提案した。2)については

JERS および PALSAR のそれぞれの全量画像処理シ

ステムを開発し、既に全量画像処理システムを持つ

ASTER については、さらに、約15TB の生データを

蓄積した。3)に関して次期センサの校正結果を反映さ

せるための幾何および放射量にかかる補正データベー

スや校正アーカイブシステムの構築に着手、また、輝

度補正や地図投影を実現するデータ処理ソフトウェア

開発にも着手した。 

 

【平成25年度計画】 

・整備された衛星画像情報を利用した各種ベースマップ

およびデータベース作成のための研究開発を行う。 

1) 天然色全球マップ作成のための研究開発を継続し、

北米、その他の小区画未作成地域の高品質マップを作

成する。 

2) 全球都市マップ作成のための研究開発を継続し、試

作されたマップの精度向上を図る。 

3) 前年度に続き開発した地理情報管理システムの利用

実証を行い、その結果をもとにさらなる改良を進める。 

【平成25年度実績】 

・天然色全球マップについては、これまで作成した地域

以外の北米、その他の小区画未作成地域の高品質マッ

プを作成した。また、全球都市マップについては、精

度検証のための都市域マッピング・クラウドソーシン

グシステムを開発し、その精度向上を図った。さらに

開発した地理情報管理システムについて試験利用を行

い、ユーザからのフィードバックをもとに改良を加え

てシステム完成させた。 

 

【平成25年度計画】 

・露頭情報のデジタル取得手法の確立のため、クリノメ

ーターソフトと他のソフトウェアとの連携試験を行い

ながら、効率的で利便性が高い野外観察情報の収集手

法の開発を行う。またデータの管理について汎用的な

フォーマットを使った試験を行う。 

【平成25年度実績】 

・露頭情報のデジタル取得手法の確立のため、クリノメ

ーターソフトに、線構造の測定機能などの機能追加を

行った。これにより測定の操作が従来よりも容易とな

った。同ソフトのデータの保管についての試験から、

XML 及び KML 形式が適していることが判明した。 

 

２-(3) 社会の持続的な発展を支援するデータベース 

【第3期中期計画】 

・持続可能で安全・安心な社会の構築に必要な、環境・

エネルギー、災害事例、ものづくり支援等に関するデ

ータを集積し、技術基盤情報としてそれらを出典やデ

ータ選択及び評価の基準とともに公開し、社会に継続

的に提供する。 

  

２-(3)-① 環境・エネルギー技術を支えるデータベー

スの整備 

【第3期中期計画】 

・環境負荷低減、低炭素社会に資する超臨界流体等の環

境・エネルギー技術の基盤となる情報を整備し、社会

に提供する。超臨界流体データベースには3,500件

（特許2,000件、文献1,500件）のデータを提供する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、超臨界流体利用技術に関係し

た新たな特許出願および論文等の文献データをデータ

ベースに追加し、技術の基盤情報の充実を図る。 

【平成25年度実績】 

・超臨界流体利用技術に関係した新たな特許出願データ

約230件および論文等の文献データ約400件をデータベ

ースに追加し、当該技術の基盤情報の充実を図った。 

 

２-(3)-② 社会の安全・安心を支えるデータベースの

整備 

【第3期中期計画】 

・災害事例、医療応用技術等、国民の安全・安心に係る
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技術上の情報を整備し、社会に提供する。災害事例デ

ータベースには約1,250件の新規事故事例、約25件の

新規事故詳細分析事例、約100件の過去の重大事故詳

細分析事例を登録する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に引き続き、国民の安全や安心に係る技術

上の情報として、災害事例データベースの一つである

リレーショナル化学災害データベースに、約250件の

新規事故事例、約5件の新規事故詳細分析事例、約20

件の過去の重大事故詳細分析事例を登録し、インター

ネット上で公開し、社会に提供する。 

【平成25年度実績】 

・災害事例データベースの一つであるリレーショナル化

学災害データベースに、新規事故事例266件、新規事

故詳細分析事例6件、過去の重大事故詳細分析事例19

件を登録し、インターネット上で公開した。また、リ

レーショナル化学災害データベースを物質・材料系デ

ータバンクと連携させるためにクラウドサーバに移行

した。 

 

２-(3)-③ ものづくりを支えるデータベースの整備 

【第3期中期計画】 

・材料特性、人体特性等、産業技術開発力を支える基盤

的な情報を整備し、社会に提供する。 

・人体寸法、形状データベースには独自データを500以

上拡充するとともに海外の企業、研究機関等からもデ

ータを求め（欧米3ヶ国以上、新興産業国3ヶ国以上）、

広範な地域の人体寸法にアクセスできる情報ハブを構

築する。 

・セラミックカラーデータベースには2,500件のデータ

を登録する。 

・固体 NMR データベースには450件（スペクトルデー

タ300件、パラメータデータ150件）のデータを登録す

る。 

 

【平成25年度計画】 

・人体寸法／形状データベースに新たに100人以上の独

自データを追加する。日本企業の国際競争力を高める

ための新興国の体形データベース構成を目指しして、

H23年度のメキシコ、H24年度の中国に加えて台湾の

研究機関から人体寸法データを取得し、データベース

の充実を図る。これらのデータを電子的に記載した書

類（PDF か Web）を整備する。 

【平成25年度実績】 

・人体寸法／形状データベースに新たに110人の独自デ

ータを追加した。日本企業の国際競争力を高めるため

の新興国の体形データベースとして、新たに台湾国立

清華大学から人体寸法データを取得し、日本語訳をし

て PDF 書類を整備し、希望する企業に公開した。 

【平成25年度計画】 

・セラミックカラーデータベースに500件の新規データ

を登録する。平成22～24年度において1700件以上のデ

ータ登録を行っており、中期計画目標2500件に対し平

成25年度末までに2200件以上のデータ登録を済ませる。 

【平成25年度実績】 

・セラミックカラーデータベースに530件の新規データ

を準備した。第3期に準備した登録可能な総データ件

数は平成25年度末において2300件以上である。 セラ

ミックカラーデータベースが物質材料系データバンク

に参加するための移行作業の計画を策定し、作業を開

始した。また、重要性が高く、データ内容を精査した

従来型登録データの他に、内容精査前の簡易型作業デ

ータを含めた蓄積全データを公開して膨大なデータの

特長を発揮させるための、データ入力作業をおこなっ

た。 

 

３．基準認証技術の開発と標準化 

【第3期中期計画】 

・新たに生み出された素材、製品、サービス等の認証に

必要な技術の開発を行い、普及させる。具体的には、

性能、安全性を客観的に評価し、新市場の開拓や適正

な商取引に必要となる試験技術の開発、実証及び標準

化と、それに伴う認定技術の民間移転を、産業界、認

証機関等との密接な協力のもとに実施する。 

  

３-(1) 適合性評価技術 

【第3期中期計画】 

・試験技術の開発、実証、標準化において、特に安全性

や性能にかかわる評価技術、及び製品規格への適合性

を判定するための評価技術は、中立性及び公平性の面

から民間のみで開発することが困難であることを考慮

し、認証において必要となる適合性評価技術の開発を

行う。同時に民間移転を推進する。 

  

３-(1)-① 物質の分析・評価技術の開発と標準化 

【第3期中期計画】 

・物質の分析及び特性評価を超高温環境下等、実際の測

定環境に適用するため、必要となる光温度計による計

測技術等を開発し、その標準化を行う。得られた技術

の普及を図るために4件の JIS 化を目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・ISO/IEC/JIS 工業標準において、以下の開発と標準

化活動を実施する。 

1) 接触および非接触法による同時計測を可能とする超

高温熱膨張計測装置を用いて種々のカーボン材料の高

温熱膨張率を計測し、熱膨張の支配因子を探る。 

2) ジルコニア中イットリア分析の JIS 原案提案を行

うとともにマグネシウム中酸素分析の WD 承認を得
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る。 

3) 電気測定 AFM のためのテストサンプルを作製し、

持ち回り試験を開始する。 

4) 超伝導センサー標準化（通則）に関する NWIP を

提出する。 

【平成25年度実績】 

・ISO/IEC/JIS 工業標準において、以下の研究及び標

準化を行った。 

1) 最高2400℃まで接触・非接触同時計測が可能な超高

温熱膨張計測装置を開発した。カーボン材料の高温熱

膨張と結晶配向性の関係を見出した。 

2) ジルコニア中イットリア分析の JIS 原案が修正を

経て承認された。マグネシウム中酸素分析の WD 審

議が開始された。 

3) 電気測定 AFM の国内持ち回り試験を完了後、

VAMAS-TWA2において国際持ち回り試験を開始した。 

4) 超電導センサ通則に関する NWIP を提出した。 

 

３-(1)-② 太陽光発電の共通基盤技術の開発及び標準

化（Ⅰ-１-(1)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電システム普及のための基盤となる基準セル

校正技術、高精度性能評価技術、屋外性能評価技術、

信頼性評価技術、システム評価技術、システム故障診

断技術等を開発し、それらを産業界に供給する。性能

評価の繰り返し精度を1%以下に向上させる。 

・国内企業の国際競争力の向上に資するため、国際的な

研究機関や企業と協調、連携し、IEC 等の国際規格

や JIS 等の国内規格、工業標準の提案、策定、審議

に参画する。 

 

【平成25年度計画】 

・太陽光発電システムの普及を目指し、基準セル校正技

術の不確かさ低減、新型太陽電池実効性能評価技術の

確立に向けた取り組みを推進すると共に米国、欧州お

よびアジア地域の研究機関との国際比較測定、人材交

流、技術指導等の連携による国際整合性を推進する。

太陽電池発電量、長期信頼性に関わる評価技術を加速

推進する。 

【平成25年度実績】 

・超高温黒体輻射に基づく基準セル校正技術の不確かさ

低減研究を推進した。屋外高精度評価技術や HIT 太

陽電池や多接合太陽電池の JIS、IEC 標準化、新型太

陽電池実効性能評価技術の確立に向けた取り組みを推

進すると共に米国、欧州およびアジア地域の研究機関

との国際比較測定、人材交流、アジア地域の研究機関

等への技術指導等の連携による国際整合性を推進した。

発電量評価技術についてつくば、鳥栖における発電量

推定方式の検証とデータベース化準備を行った。長期

信頼性については、高温高湿試験と屋外曝露の相関を

調査した。 

 

３-(1)-③ 日常生活における人間の生理、心理及び行

動の統合的計測と健康生活への応用技術開発とその国

際標準化 （Ⅱ-２-(1)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・日常生活における高齢者、障害者、健常者等の人間の

生理、心理及び行動情報を計測し、健康及び安全状態

を時系列で定量的に評価する技術を開発する。低視力

者、聴覚障害者や高齢者を対象にデータの蓄積を行い、

新たに5件程度の ISO 提案を目指した標準化活動を行

う。 

 

【平成25年度計画】 

・公共空間の音案内及び報知光の ISO 規格原案各1編を

提案し、審議開始を目指す。高齢者の聴覚特性、音声

アナウンス、色の組合せ、最小可読文字サイズ、及び

触知図形の ISO 規格案各1編、並びにアクセシブルデ

ザインに関する ISO/TR 改訂案1編の国際審議をそれ

ぞれ継続する。新たに、消費生活用製品の音声案内の

ISO 規格化提案に向けた作業を開始する。 

【平成25年度実績】 

・「公共空間の音案内」及び「報知光」の ISO 規格原

案各1編を提案した。投票により前者は可決したため、

国際審議を開始した。後者は可決しなかったため、再

提案に向けた審議を行うこととした。「高齢者の聴覚

特性」「音声アナウンス」及び「色の組合せ」の

ISO 規格案各1編、並びにアクセシブルデザインに関

する ISO/TR 改訂案1編について、それぞれ発行に向

けた国際審議を進めた。「最小可読文字サイズ」「触

知図形」及び「消費生活用製品の音声案内」について、

国際提案に向けた国内での審議を継続した。 

 

【平成25年度計画】 

・ISO/TC 159/SC 4/WG 12にて、光感受性発作の低減

に関する国際規格案（DIS 9241-391）を成立させ、

最終国際規格原案（FDIS）登録へと進める。また、

立体映像の生体影響低減に関する委員会原案（CD 
9241-392）を成立させて、国際規格案（DIS）登録へ

と進める。 

【平成25年度実績】 

・ISO/TC 159/SC 4/WG 12にて、光感受性発作の低減

に関する国際規格案（DIS 9241-391）の投票結果は

成立要件を満たすものであったが、コメント対応にて

一部技術的に重要な修正を必要としたため、国際規格

案第2版（DIS 9241-391.2）として改めて投票実施と

なった。また、立体映像の生体影響低減に関する委員

会原案（CD 9241-392）が成立し、内容を改訂して国

際規格案（DIS 9241-392）の投票が実施された。 
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【平成25年度計画】 

・自動車運転などの日常的タスクの遂行の安全性を維持

するためにユーザの認知能力とタスクの負荷量の適切

なマッチングを明らかにする必要がある。このためユ

ーザの認知能力を簡易テストや行動計測など様々な方

法で推定する。また、タスクの負荷量をリアルタイム

に定量化可能な手法を開発する。両者の関係を実験に

より検討し、ユーザの認知能力のレベルに応じて安全

なタスク遂行を確保できるタスクの認知的負荷の範囲

を明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・日常生活におけるユーザの作業記憶や物事の手順立て

能力などを簡易に計測可能な認知機能検査を実施し、

ある認知機能のみ低下しているユーザ群を特定するこ

とにより、認知能力とタスクの負荷量の適切なマッチ

ングを明らかにした。また、自動車運転中の環境要因

によるディマンド等、タスクの負荷量をリアルタイム

に定量化する手法を開発し、異なる環境による視覚的

ディマンドの定量化に成功した。そして、安全なタス

ク遂行を実現するため、ユーザの低下している認知機

能の種類に応じてタスク負荷を低減する方法を明らか

にした。 

 

３-(1)-④ ロボットの安全性評価のためのリスクマネ

ジメント技術の開発 （Ⅱ-３-(2)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・機能安全の国際規格に適合可能なロボットの安全規格

を定めるため、ロボットの安全性を試験、評価するた

めの技術を開発する。ロボットの安全技術としてのセ

ンサ技術、制御技術、インターフェース技術、ロボッ

トの安全性を検証するためのリスクアセスメント技術

を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研で開発されたシミュレーターを用いたリスクア

セスメント技術をロボットメーカに提供して手法と技

術の普及を促進する。試験方法の国際標準原案の発行

に向けて ISO 国際会議を推進する。安全性の試験・

認証の事業化に向けた研究を加速する。 

【平成25年度実績】 

・シミュレーターを用いたリスクアセスメントの結果を

映像の形式で可視化し、ロボットメーカ等に広く提供

した。新しい安全基準として試験方法の国際標準原案

を策定し、ISO 国際会議を推進して、規格提案を行

った。安全性の実証試験を行う拠点を構築し、試験・

認証の事業化のため、公開可能な基準ロボットを作成

して利用者に向けたガイドラインを作成した。 

 

３-(1)-⑤ 高信頼ロボットソフトウェア開発技術（Ⅱ-

３-(2)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・機能安全の国際規格に適合可能な安全なロボットを実

現するため、高信頼なロボットソフトウェアを設計、

実装する技術を開発する。このため、ロボットソフト

ウェアのリスクアセスメント、システム設計、開発、

評価を一貫して行うことのできる技術を開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・生活支援ロボットと産業用ロボット、福祉機器などの

オーバーラップする領域の安全性を評価する技術につ

いて、既存の規格・試験方法などの網羅的調査を行う。

生活支援ロボットについては、これまで開発した安全

性評価手法を基盤に、性能評価、倫理審査手法を含め

た実証試験を行うためのスキームを構築する。 

【平成25年度実績】 

・生活支援、産業用、福祉分野のオーバーラップする領

域の製品安全性評価技術について、JIS 等の福祉機器

規格・試験の評価機関、および業界団体による調査を

行い、ロボット機器に適用する際の拡張方針を確立し

た。生活支援ロボットについて、性能評価、倫理審査

手法を含めた実証試験を行うためのスキームとして、

ソフトウェア開発 V 字モデルに基づく安全性評価手

法を人との関係に拡張し、有用性の観点を導入した評

価スキームを構築した。 

 

３-(1)-⑥ 情報システム製品のセキュリティ評価技術 

（Ⅲ-３-(5)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・IC カードに代表されるハードウェアや基幹ソフトウ

ェア等、情報システムの中核をなす製品の脆弱性分析

や安全性評価に関して、現行の制度、標準や新たな評

価制度を見据えた技術を開発する。また、当該技術等

について、我が国の電子政府推奨暗号評価等での活用

を実現する。さらに、それらの技術等を実システムに

組み込み可能な暗号ライブラリに適用し、安全性検証

済みライブラリとして公開する。 

 

【平成25年度計画】 

・攻撃技法の拡充や測定解析ソフトウェアの開発・改良

を進める一方、デバイスの物理量測定を実施し、波形

データベースの構築に着手する。 

・動的再構成機能を、静的再構成回路のプロトタイプと

比較し、動的な方法の優位性を検証するとともに、実

利用の検討を進める。 

・3種類以上の異なるテクノロジのプロセス上で PUF
の性能評価を行い、偽造防止技術の実用性検証を進め

る。また、機械学習を用いてデバイスのクローンを作

成する攻撃実験を行い、PUF の安全性評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・評価できる攻撃数を5種類に、計測波形は最大1000万



資 料 

(1176) 

 
 

 
 

となるようツールを改良。波形データベースを構築し、

計測器性能の解析への影響を調査。サイドチャネル攻

撃と PUF の評価ができる小型ボード MiMICC を開

発。 

・AES など6種類の暗号を動的再構成で実装し、静的実

装に比べ、回路規模を最大74%、消費電力を最大

3.4%低減できることを示した。 

・提案する PL-PUF の性能評価を FPGA で行い、ID
空間サイズが従来型 PUF の237に対して2116に拡大し、

高いユニーク性を持つことを確認。また機械学習で、

従来は可能だったクローン作成が、提案方式では困難

であることを確認。 

 

【平成25年度計画】 

・セキュリティシステムや情報セキュリティに必要な形

式仕様・定理証明などに関係した研究を推進する。C
言語プログラムなどの実装の検証に必要な仕組みを引

き続き整備するほか、形式仕様記述を実装検査や設計

の検証等に生かす仕組みや、基幹システムの安全性向

上のために形式化や論理検証などの技術を展開する研

究その他を推進する。 

【平成25年度実績】 

・昨年度に続き、C 言語プログラムの定理証明支援系に

よる形式検証に向けて、TLS 標準プロトコルの検証

ライブラリの充実、洗練を行い、TLS の実装が仕様

を満たすことを効率的に証明する仕組みを完成させ、

Web サイトから公開した。また、今年度から、通信

の信頼性に重要なモダン符号理論のひとつである

LDPC 符号の設計のための形式検証基盤も整備して

いる。その他、形式手法技術の発展・展開に向けて、

鉄道信号システムの要求分析や設計図、データベース

のクエリ解析やテーブル設計に対して形式手法（モデ

ル検査、定理証明）を適用し、その有効性を実証する

とともに、学術誌や講演会等で解説を行った。 

 

３-(1)-⑦ 情報システムの高信頼、高安全、高可用化

技術（Ⅲ-３-(5)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・情報システムの形式モデルベーステストによるケース

自動生成技術を開発してシミュレーション技術への統

合を図り、実社会の基盤情報システムの大半を占める

1兆状態以上のシステムに対して、技術の有効性を検

証する。さらにシステムの設計、開発、試用、改変、

譲渡、廃棄までのライフサイクルの各場面で適用すべ

きテストや検証法のガイドラインを策定し、評価技術

を開発する。また、設計と開発を中心にシステムのラ

イフサイクルを支援するツールチェーンを開発する。 

 

【平成25年度計画】 

・テスト設計ツールを始めとするソフトウェア開発ツー

ルの商品化および事業化を目指して、外部研究資金を

目指す。同時に、アシュアランス人材育成や高度テス

ト技術者人材育成のための企業向けセミナー素材を開

発して、受講者等規模拡大を行う。高回復マイコンの

高信頼化、高機能化の研究を進めて、8ビットマイコ

ンから32ビットマイコンへも適用可能とする。保証技

術の OMG 規格化の審議を進める。消費者機械規格の

策定までのロードマップを作成する。 

【平成25年度実績】 

・テスト設計ツールの効率化・高度化をテーマにした

JST A-STEP を受託し、技術移転を開始した。業界

団体と共催で企業の技術者向けセミナーを実施し、組

込み適塾での人材育成を行った。32ビット高回復マイ

コンについて、基本ソフトウェアに対応した一兆以上

の状態のモデルを完成させたほか、ハードウェア異常

の詳細な解析と確率モデルの構築を行った。消費者機

械の安全性保証技術の OMG 規格化のため、ロードマ

ップを策定し、規格案を11月に OMG に提出した。

GSN 規格に関係するツールの共同開発を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・ソフトウェアエンジニアリングツールチェーンの研究

開発では、システムのライフサイクルを支援するツー

ルチェーンをオープンスタンダードとオープンシステ

ムに基づいて開発し、PBL 演習に提供する。平成25

年度は、平成24年度に公開したデプロイメントパッケ

ージ DP for PBL の妥当性確認を行い、改訂版の開発

を行い、ベータ版として Web で公開する。DP for 
PBL に基づいたソフトウェア開発を、筑波大学大学

院 PBL 演習の学生チームに提案し、学生チームが受

託した場合は、学生チームによる妥当性確認を行う。 

【平成25年度実績】 

・DP for PBL アルファ版の妥当性確認、改訂版の開発

と Web 公開を行った。妥当性確認にあたっては、ア

ルファ版を参考とする条件で筑波大学大学院 PBL 演

習の学生チームにソフトウェア開発プロジェクトを提

案し協力を得た。第三者による妥当性確認手段として

プロセスアセスメントの手法を使用することとし、ア

セスメント実施のためにアルファ版に準拠したアセス

メントキットを開発し、ソフトウェア開発プロジェク

トの終了後に開発プロセスの実態に関するヒアリング

を実施した。ベータ版の開発はこの結果も参考に行っ

た。 

 

《別表２》地質の調査（地質情報の整備による産業技術

基盤、社会安全基盤の確保） 

 

【第3期中期計画】 

・活動的島弧に位置する我が国において、安全かつ安心

な産業活動や生活を実現し、持続可能な社会の実現に
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貢献するために、国土及び周辺地域の地質の調査とそ

れに基づいた地質情報の知的基盤整備を行う。地球を

よく知り、地球と共生するという視点に立ち、地質の

調査のナショナルセンターとして地質の調査研究を行

い、その結果得られた地質情報を体系的に整備する。

地質情報の整備と利便性向上により産業技術基盤、社

会安全基盤の確保に貢献する。また、地質の調査に関

する国際活動において我が国を代表し、国際協力に貢

献する。 

  

１．国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大 

【第3期中期計画】 

・国土の基本情報である地質基盤情報を、地球科学的手

法により体系的に調査、整備するとともに、利用技術

の開発と普及を行う。国土と周辺域における地質の調

査を実施し、社会の要請に応えた地球科学基本図（地

質図幅、重力図、空中磁気図、海洋地質図、地球化学

図、地球物理図等）の作成、衛星画像情報との統合化

等の地質情報の整備を行う。上記地質基盤情報を電子

メディアやデータベースとして社会に普及させる体制

を整備する。 

  

１-(1) 陸域・海域の地質調査及び地球科学基本図の高

精度化 

【第3期中期計画】 

・長期的な計画に基づき、国土の地質基盤情報である5

万分の1の地質図幅の作成、20万分の1の地質図幅の改

訂並びに20万分の1の重力図及び空中磁気図の作成を

行う。また、海域の環境変動の予測や資源評価の基礎

データとして海洋地質図を整備する。さらに、これら

の地球科学基本図の利用を促進するために必要なデー

タベースを整備し、公開する。調査結果の信頼性向上

に必要な地質標本の標準試料化と保管及び地質情報の

標準化等を行う。 

  

１-(1)-① 陸域の地質調査と地質情報の整備 

【第3期中期計画】 

・国土の基本情報としての地質の実態を体系的に解明し

社会に提供する。都市基盤整備や防災等の観点及び地

質情報の標準化と体系化の観点から重要な地域を重点

的に、5万分の1地質図幅20区画を作成する。全国完備

を達成した20万分の1地質図幅については、更新の必

要性の高いものについて3区画の改訂を行い、日本全

域については最新の地質情報に基づき、地層及び岩体

区分の構造化と階層化を行った次世代の20万分の1日

本シームレス地質図を作成する。 

 

【平成25年度計画】 

・5万分の1地質図幅は3区画を完成させる。整備計画に

従って、5万分の1及び20万分の1地質図幅の調査を実

施する。次世代の20万分の1日本シームレス地質図の

凡例を用いて近畿、中部、関東地方の地質図編集を行

う。 

【平成25年度実績】 

・整備計画に従って5万分の1及び20万分の1地質図幅の

調査・研究を実施し、5万分の1地質図幅3区画を完成

させた。次世代の20万分の1日本シームレス地質図で

は、新たに作成した凡例を用いて近畿、中部、関東、

及び東北地方南部の地質図編集を行うとともに、現行

のシームレス地質図ではデータの更新を行った。 

 

１-(1)-② 海域の地質調査と海洋地質情報の整備 

【第3期中期計画】 

・沖縄周辺海域の海洋地質調査を実施し、海洋地質図の

作成に必要な海底地質、地球物理、堆積物に関する基

礎情報を取得するとともに、既に調査済みの海域も含

めて、海洋地質図10図を整備する。取得した地質情報

を、海域の環境変動の予測や資源開発評価、海域及び

海底利用の基礎データとして社会に提供する。 

 

【平成25年度計画】 

・徳之島周辺海域の海洋地質調査を実施し、海洋地質図

作成のための海底地質に関する基礎情報を取得する。

海洋地質及び海底堆積物などの海洋地質データベース

の拡充を行う。 

【平成25年度実績】 

・徳之島周辺海域の海洋地質調査を実施し、海底地形、

反射法音波探査、全磁力及び重力測定、岩石や堆積物

の採取を行い、海洋地質図作成のための海底地質情報

を取得した。また、既存資試料の解析を進め、2区画

の地質図を出版するとともに、海底堆積物データの整

理を行い、データベースの改善に着手した。 

 

１-(1)-③ 地球科学基本図等の高精度化 

【第3期中期計画】 

・国土の地球科学基本図等に関する基盤情報のデータベ

ースを整備、公開する。地質情報の高信頼化と高精度

化を図るために、岩石・ボーリング試料等で得られた

地質標本の標準化及び保管と管理を行う。また、地質

凡例や地質年代等の標準化を行う。地質情報整備支援

のために、地質標本の薄片・研磨片等を作成する。

ISO に準拠した地球化学標準試料3個を作製する。 

・大都市周辺の精密地球化学図として関東地方の精密地

球化学図を完成する。地球物理図に関しては、20万分

の1重力基本図3図、5万分の1空中磁気図２図を作成す

る。ボーリングコアは10件以上を新たに登録し、コア

ライブラリを整備し、20件以上の利用を目標とする。

岩石試料は200サンプル以上を、化石試料は30試料以

上をそれぞれ標本登録し、50件以上の利用件数を目標

とする。 
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【平成25年度計画】 

・標準層序及び環境指標の確立、地質標本の標準化に資

するため、関連各ユニットとも連携して国内外の地質

標本の系統的な収集に努め網羅性を高めるとともに、

その分類・記載を進め標本のもつ属性情報を付加して

いく。紀伊半島や四国地域等の火成岩類・変成岩類の

岩石・鉱物の分類・記載、および中部地域等の新生代

無脊椎動物の分類・記載などを行う。 

【平成25年度実績】 

・標本の分類記載に関しては特に中部地域（長野県）の

新生代貝類化石について検討してモノグラフ化を進め

た。四国地域東部の新生代火成岩について岩石の年代

学的なコンパイル作業を進めるとともに、Si と S に

富む燐灰石についての鉱物学的研究を行った。外部機

関と共同で鉱物の反射スペクトルに関する系統的な分

析を行った。また、地質標本データベースのデータ修

正等を行い標本属性情報の整備を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・地層名検索データベースをクラウドに移行させて公開

するとともに、学会等と協議をして、標準地層名の登

録手順を整える。地質図 JIS を地球科学基本図等に

反映させる。 

【平成25年度実績】 

・地層名検索データベースをクラウド移行し、公開した。

また、データベースの更新を行い、地層名登録手順の

環境を整えた。学会とはデータベースの改修を待って

協議を再開することとなった。地質図 JIS の改訂版

を反映させた地質図幅の原稿を作成し、査読を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・地球化学標準試料1個について、共同分析により標準

値を定める。また ISO を維持するために必要な品質

マニュアルの改善を行い、記録作成と内部監査を行う。

大都市周辺の精密地球化学図を作成するため、関東地

方北部地域から試料採取と化学分析を引き続き行う。 

【平成25年度実績】 

・昨年度作製した安山岩標準試料 JA-2a について、共

同分析により主要成分の標準値を定めた。また ISO
を維持するために品質マニュアルの改善及び記録作成

と内部監査を行い、NITE の認定維持審査を受けた。

大都市周辺の精密地球化学図を作成するため、関東地

方北部地域から河川堆積物試料388個を採取し53元素

の化学分析を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・20万分の1の重力図（和歌山地域）を作成するととも

に、中部地域での重力調査を実施する。重力データベ

ースの更新を行う。地殻活動域の空中磁気図（養老山

地地域）を作成する。 

【平成25年度実績】 

・20万分の1の重力図（和歌山地域）を作成した。中部

地域の両白山地域、岐阜県郡上市周辺、三重県亀山市

周辺において、256点（8山）の新規重力調査を実施し

た。重力データベースについては既存データから地下

構造可視化システム（活断層セグメント）に対応する

67地域の各種重力図を作成した。地殻活動域の空中磁

気図（養老山地地域）を作成した。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に採取した試料を分析し、渦鞭毛藻層序を

珪藻層序に直接対比し、統合年代スケールに組み入れ

る。また、平成24年度に採取した試料を分析して古地

磁気層序を確立するとともに、地球磁場逆転時の磁場

変動パターンおよびその年代推定値の詳細を明らかに

する。 

【平成25年度実績】 

・平成24年度に採取した新潟県津川地域及び胎内地域の

新第三系の試料について珪藻分析を行い、詳細な珪藻

化石層序を明らかにして渦鞭毛藻化石層序との直接対

比を行った。この成果を基に、渦鞭毛藻化石層序を暫

定的に統合年代スケールに組み入れた。また、バイカ

ル湖の Iceland Basin 地磁気エクスカーションの古地

磁気年代推定値と天文年代校正による年代推定値の食

い違いを明らかにした。さらに、ブルン松山地磁気逆

転について全球磁場発展モデルの検討を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・地質調査総合センターの各ユニットと連携して、地質

調査で得られた地質試料の地質標本館への登録を促進

すると共に、収蔵標本の保管と管理、データベース化

を着実に推進し、標本の登録情報を公開し、利用を支

援する。研究支援のために地質試料の薄片研磨片を作

製するだけでなく、軟弱試料や不安定試料などに対し

ては、試料調製法の開発や改良などにも取り組むとと

もに、薄片技術者の人材育成をはかる。 

【平成25年度実績】 

・岩石1702点、鉱物30点、化石74点、鉱石27点、その他

167点を標本登録した。登録標本データベースを地質

調査情報センターと協力して地質分野の他 DB と連携

する仕様に改装した。地質分野各ユニットと協力し地

質試料の取扱い等に関する所内覚書を策定した。標本

利用は83件（2042点）である。薄片作製数は、一般及

び研磨薄片、大型薄片等の特殊試料の合計1577件であ

る。乾式法による脆弱試料薄片作製法の改良を進める

とともに民間企業とライセンス契約を締結した。人材

育成として企業や大学の技術者を受け入れて研修を行

った。 
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１-(2) 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及

び環境情報の整備 

【第3期中期計画】 

・沿岸域に立地する多くの都市における地質災害の軽減

に資するため、地質図の空白域となっている沿岸域に

おいて最新の総合的な地質調査を実施し、海域－沿岸

域－陸域をつなぐシームレスな地質情報を整備する。 

・自然や人為による地質環境変化を解明するため、生態

系を含む環境変遷及び物質循環、沿岸域環境評価の研

究を実施する。 

  

１-(2)-① 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情

報及び環境情報の整備 

【第3期中期計画】 

・沿岸域に立地する多くの都市における地質災害の軽減

に資するため、地質図の空白域となっている沿岸域に

おいて最新の総合的な地質調査を実施し、海域－沿岸

域－陸域をつなぐシームレスな地質情報を整備する。 

・自然や人為による地質環境変化を解明するため、生態

系を含む環境変遷及び物質循環、沿岸域環境評価の研

究を実施する。 

 

【平成25年度計画】 

・駿河湾沿岸部の丘陵地を構成する第四紀層の地質調査

と低地でのボーリング調査を実施し、活構造の連続性

の確認と活動度を明らかにするとともに、陸域のシー

ムレス地質図の編集作業を行う。また、低地の主に沖

積層に関するボーリング資料を収集・解析し、平野地

下地質の実態を明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・駿河湾沿岸部の富士川河口域での100m ボーリング調

査と既存地下資料の解析から、入山瀬断層によって富

士山の溶岩が変形ゾーンを伴いながら上下に80m 以

上変位していることを明らかにした。また、地表調査

から、入山断層の通過位置や副断層に関する新知見を

得て、これらをシームレス地質図作成に反映させた。

静岡市三保の砂嘴上では70m のボーリング調査を行

い、収集したボーリング資料をもとに中部の海成層を

鍵とした周辺域の地下地質構造を推定した。 

 

【平成25年度計画】 

・静岡県駿河湾沿岸域の海洋地質調査を実施し、海底地

質図及び表層堆積図用のデータを取得するとともに、

海域の地質層序、構造、堆積物分布と堆積作用を明ら

かにする。 

【平成25年度実績】 

・静岡県駿河湾沿岸域の海洋地質調査（反射法音波探査、

表層堆積物採取、堆積物柱状試料採取）を実施し、海

域の地質層序、構造、堆積物分布と堆積作用の解明の

ための基礎試料を得るとともに、北海道胆振沖沿岸域

の海底地質図の作成と表層堆積物層序の確立を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・石狩低地帯・駿河湾沿岸域・南関東域において、ボー

リングデータベースの品質向上と高密度化を目的に、

既存データの品質確認と修正、新規ボーリングデータ

の収集と電子化を実施する。三次元モデリング用シス

テムの機能改良を実施するとともに、これまでに作成

した福岡平野・石狩低地帯・関東平野南部域の既存浅

部地下地質モデルについて、WEB 公開を目的に、仕様

の改良と精度の向上、そして、応用利用目的で、地下

水・地震動評価用仕様の設定とそれに基づくモデルの

改良を行う。 

【平成25年度実績】 

・石狩低地帯・駿河湾沿岸域・南関東域で、既存ボーリ

ングデータ2000本の品質確認（標高、位置）を行い、

新規に1000本を収集・電子化を行った。三次元モデリ

ングシステムについては、柱状図表示･解析機能を改

良した。福岡平野・石狩低地帯・関東平野南部域の三

次元浅部地下構造モデルについて、データの少ないエ

リアを地質学的知見で補填する技術を開発し、これら

の地域に適用しモデルを作成するとともに、地下水・

地震動評価用に有用な N 値と岩相の三次元グリッドモ

デルの高精度化技術を開発しこれらの成果を論文で公

表した。 

 

【平成25年度計画】 

・関東平野中央部の地下1km 程度までの物理探査・地

質・地下水・ボーリング資料などの情報を整理し、

DVD-ROM で出版する。利根川下流域では、弾性波

探査データやボーリングコアについてデータ解析や画

像解析の継続、粒度分析等を行い、地盤構造やミクロ

な堆積構造の解釈を行う。さらに各種地盤パラメータ

と地盤沈下量等の被害との関係を比較分析し、液状化

ポテンシャルマップに反映し、液状化予測に役立てる。

また、新しい液状化調査手法の開発を行い、より高精

度で安価な調査手法の提案を行う。 

【平成25年度実績】 

・関東平野中央部の地下地質について、物理探査結果や

ボーリング資料等を整理し、沖積層や更新統の地下層

序・地質構造モデル等を DVD-ROM にとりまとめた。

利根川下流域では、弾性波探査を行い、軟弱なシルト

層の存在を確認した。またコアのファブリック解析か

ら液状化による粒子の再配列痕跡を検出した。コーン

貫入試験等の結果も含めて、被覆層の厚さ等を考慮し

た液状化ポテンシャルマップを作成し、2011年地震に

よる被害状況と概ね一致していることを確認した。液

状化の新評価探査手法としてバイブロコーンの開発を

進めた。 
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【平成25年度計画】 

・駿河湾の重力データ空白域で海底重力調査を実施し、

既往の海上及び陸上データも取り込んで、陸海域を接

合した重力図を作成する。 

【平成25年度実績】 

・駿河湾の重力データ空白域で海底重力計を用いて海底

重力調査を実施し、50点で新たなデータを得た。これ

に加え、既往の海上及び陸上データ1500点も取り込ん

で、陸海域を接合した重力図を作成した。その結果、

富士川河口断層系の海域延長部は蒲原沖に分布する低

重力異常の東端部に位置することが判明した。 

 

【平成25年度計画】 

・海洋酸性化が温帯性サンゴに与える影響について飼育

実験等を行い、pH の低下に伴う石灰化量の変化を検

討する。内水域の地球温暖化に伴う環境変化を過去デ

ータによる検証を継続するとともに、霞ヶ浦など陸水

の酸素炭素同位体比変動の解析を継続する。デルタや

浜堤平野における海岸の堆積物と地形に加えて光ルミ

ネッセンス（OSL）年代の解析から、完新世におけ

る気候や海水準の変動、地震津波による海岸への影響

を評価する。 

【平成25年度実績】 

・海洋環境条件が温帯性サンゴに与える影響を飼育実験

により検討し、低温が成長障害を引き起こすこと、

pH の低下に石灰化が影響を受ける種があることが判

明した。内水域の地球温暖化に伴う水温上昇傾向を過

去データの解析により明らかにし、霞ヶ浦など陸水の

酸素炭素同位体比および炭酸系のモニタリングを継続

した。ベトナム南部のメコンデルタにおける浜堤堆積

物の光ルミネッセンス（OSL）年代の解析から、完

新世における環境変動を復元した。 

 

【平成25年度計画】 

・衛星画像データを利用した広域藻場分布の解析を行っ

て環境モニタリング手法の高度化を図る。沿岸域環境

評価、再生技術の開発のため、製鋼スラグの一種であ

る脱リンスラグを用いた大型アマモ培養水槽実験を行

って製鋼スラグの人工アマモ場土壌としての適用性を

評価するとともに、都市型閉鎖性水域の環境再生に向

けた環境修復技術を確立する。また、仙台湾数値モデ

ルと松島湾水理実験により、仙台湾における津波堆積

物の集積特性と津波を減勢する海岸堤防の評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・低潮位時の衛星画像を解析することで、浅海域のアマ

モ分布推定精度が向上した。脱リンスラグと浚渫土の

混合土壌による長期アマモ育成実験により、スラグ

100%土壌でも人工アマモ場土壌として適用できるこ

とが明らかとなった。また、大阪湾を対象とした水理

実験結果を解析し、海水交換促進を目的とした流況制

御技術の効果を示すことができた。 

・仙台湾数値モデル実験により、津波堆積物は等深線に

沿って帯状に分布するという傾向が示された。松島湾

水理実験により、津波を減勢する防潮堤や潜堤構造物

の効果が明らかとなった。 

 

【平成25年度計画】 

・中国の黄河と長江、ベトナムのメコン河、タイのチャ

オプラヤデルタ、インドのゴダバリデルタとクリシュ

ナデルタ、マレーシアのケランタンデルタにおいて、

現地研究機関と共同で沖積層の基本層序、完新世の環

境変遷、近年の沿岸侵食などに関する調査、またはこ

れまでに実施した研究のとりまとめを行う。 

【平成25年度実績】 

・ゴダバリデルタについては現地研究機関と調査を行い

沖積層基本層序と完新世の環境変遷を取りまとめて国

際誌に投稿した。長江デルタとメコン河デルタでは、

これまでの解析結果をとりまとめて完新世前期の海水

準変動を明らかにし国際誌から発表した。黄河デルタ、

チャオプラヤデルタ、メコンデルタでは、昨年までの

現地調査と古地理データや等から沿岸侵食による変化

を解析し、報告書及び現地研究機関と共同で国際誌に

投稿した。クリシュナデルタとケランタンデルタでは

現地研究機関と試資料を共同解析し、完新統の層序を

明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・駿河湾沿岸域の海域及び陸域での地質、活断層調査を

着実に行う。陸域で取得したデータの解析、解釈を進

める。さらに、平成24年度に実施した沿岸域調査研究

の成果を報告書にまとめる。 

【平成25年度実績】 

・駿河湾沿岸域において地質、活断層調査を実施した。

ボーリングと反射法探査データから富士川河口付近で

の活断層による変形構造を推定した。また、平成24年

度に実施した沿岸域調査研究の成果を地質調査総合セ

ンター速報として出版した。さらに、平成23年度から

平成24年度に実施した石狩低地沿岸域の調査結果を海

陸シームレス地質情報集として取りまとめた。 

 

１-(3) 衛星画像情報及び地質情報の統合化と利用拡大 

【第3期中期計画】 

・自然災害、資源探査、地球温暖化、水循環等に関する

全地球的観測戦略の一環として、衛星画像情報のアー

カイブ、地質情報との統合を図る。また、シームレス

化、デジタル化された地質情報と衛星情報から、新た

な視点の地質情報を得ることを可能にする技術の開発

を行う。また、情報通信速度の向上や画像処理技術の

進展に応じて、新たなデータを統合してデータベース

として提供する等の対応を行う。 
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１-(3)-① 衛星画像情報及び地質情報の統合化データ

ベースの整備 （Ⅳ-２-(2)-①へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・衛星データ利用システム構築に資する衛星画像情報を

整備し、地質情報との統合利用により、鉱物資源のポ

テンシャル評価や火山、地震、津波等の災害情報等に

利活用する。また、情報通信技術との融合により、シ

ームレス化、データベース化された地質情報と衛星画

像情報の統合化データベースを整備し、新たな視点の

地質情報を抽出するための利活用方法の研究を実施す

る。 

 

【平成25年度計画】 

・利用しやすい形、かつ、品質保証された ASTER、

PALSAR および METI 開発次期センサの衛星画像情

報の整備に向けた研究開発を行う。 

1) ASTER に対する地上サイトを用いた校正と検証、

および、その画像補正にかかる研究開発を継続する。 

2) ASTER のデータベースでは全量生データの蓄積の

上に、さらに約15TB の生データの蓄積を行う。また、

PALSAR のデータベースでは全量画像処理システム

の研究開発を継続する。 

3) 次期センサに対しては、その特殊性を考慮した校正

手法、アルゴリズムおよびそのデータベースの研究開

発を継続する。 

【平成25年度実績】 

・1)については、代替および相互校正の研究成果から、

運用中 ASTER センサに新たな問題が生じていたこと

を明確にし、その補正方法を提案した。2)については

JERS および PALSAR のそれぞれの全量画像処理シ

ステムを開発し、既に全量画像処理システムを持つ

ASTER については、さらに、約15TB の生データを

蓄積した。3)に関して次期センサの校正結果を反映さ

せるための幾何および放射量にかかる補正データベー

スや校正アーカイブシステムの構築に着手、また、輝

度補正や地図投影を実現するデータ処理ソフトウェア

開発にも着手した。 

 

【平成25年度計画】 

・整備された衛星画像情報を利用した各種ベースマップ

およびデータベース作成のための研究開発を行う。 

1) 天然色全球マップ作成のための研究開発を継続し、

北米、その他の小区画未作成地域の高品質マップを作

成する。 

2) 全球都市マップ作成のための研究開発を継続し、試

作されたマップの精度向上を図る。 

3) 前年度に続き開発した地理情報管理システムの利用

実証を行い、その結果をもとにさらなる改良を進める。 

【平成25年度実績】 

・天然色全球マップについては、これまで作成した地域

以外の北米、その他の小区画未作成地域の高品質マッ

プを作成した。また、全球都市マップについては、精

度検証のための都市域マッピング・クラウドソーシン

グシステムを開発し、その精度向上を図った。さらに

開発した地理情報管理システムについて試験利用を行

い、ユーザからのフィードバックをもとに改良を加え

てシステム完成させた。 

 

【平成25年度計画】 

・衛星画像情報やさまざまな地質情報の統合解析により、

火山観測、平野部の地下地質構造解析をすすめる。ま

た3次元地質モデル作成を目的としたシステム開発、

国際標準に対応した地質情報作成技術の開発、X 線

CT 技術の開発と岩石学への応用を行う。 

【平成25年度実績】 

・衛星画像情報と地質情報の統合解析として、福徳岡ノ

場海底火山の変色海域と火山活動に関する論文を国際

誌に発表した。千葉県内において露頭柱状図を基礎デ

ータとした3次元地質モデルを試作するとともに、基

礎データ整備として基準ボーリング調査を実施した。

国際標準である WMTS に対応した地質情報公開とそ

の応用について論文発表を行った。大型放射光利用施

設 SPring-8において X 線 CT 装置の改良を行ない、

それを用いて小惑星探査船「はやぶさ」の回収試料の

分析や変形を加えたマグマ物質の X 線 CT 解析を実

施した。 
 

【平成25年度計画】 

・地質情報のデータベース化の一環として ASTER 時系

列 DEM 及びオルソ画像の作成範囲を拡大し、火山衛

星画像データベースの維持、更新を行う。 

【平成25年度実績】 

・地質情報のデータベース化の一環として ASTER 時系

列 DEM 及びオルソ画像の作成範囲を北米に拡大し、

全球をカバーした。火山衛星画像データベースの維持、

更新を実施するとともに、新バージョンのための画像

オルソ化、フレームの排除等を実施し、新バージョン

のテスト版を作成した。 

 

【平成25年度計画】 

・露頭情報のデジタル取得手法の確立のため、クリノメ

ーターソフトと他のソフトウェアとの連携試験を行い

ながら、効率的で利便性が高い野外観察情報の収集手

法の開発を行う。またデータの管理について汎用的な

フォーマットを使った試験を行う。 

【平成25年度実績】 

・露頭情報のデジタル取得手法の確立のため、クリノメ

ーターソフトに、線構造の測定機能などの機能追加を

行った。これにより測定の操作が従来よりも容易とな

った。同ソフトのデータの保管についての試験から、
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XML 及び KML 形式が適していることが判明した。 

  

２．地圏の環境と資源に係る評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

・地球の基本構成要素である地圏は、天然資源を育むと

ともに地球の物質循環システムの一部として地球環境

に大きな影響を与える。地球の環境保全と天然資源の

開発との両立は近年ますます大きな問題になっている。

地圏の環境保全と安全な利用、環境に負荷を与えない

資源開発及び放射性廃棄物地層処分の安全規制のため、

地圏システムの評価、解明に必要となる技術の開発を

行う。 

  

２-(1) 地圏の環境の保全と利用のための評価技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・土壌汚染、地下水汚染問題に対し、環境リスク管理に

必要な評価技術の開発を行う。また、地球環境におけ

る低負荷のエネルギーサイクル実現のため、二酸化炭

素地中貯留及び地層処分等の深部地層の利用に関する

調査及び評価技術の開発を行う。 

  

２-(1)-① 土壌汚染評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

・土壌汚染等の地圏環境におけるマルチプルリスクの評

価手法を構築し、産業のリスクガバナンスを可能にす

るため、統合化評価システム及び地圏環境情報データ

ベースを開発する。また、物理探査技術による土壌汚

染調査の有効性を検証し、原位置計測や試料物性計測

技術との併用による土壌汚染調査法を構築する。さら

に、地圏環境の統合化評価手法を発展させ、水圏及び

地表の生活環境における様々なリスクを適切に評価す

るための技術体系を確立する。 

・土壌汚染対策については、鉱物、植物、微生物及び再

生可能エネルギーを活用した環境共生型の原位置浄化、

修復技術を開発し、産業用地や操業中の事業場に適用

可能な低コスト化を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・土壌汚染評価技術の開発のため以下の研究を行う。 

1) 土壌汚染等に起因する生活環境リスクおよび生態リ

スクの評価モデルを作成し、統合化モデルに反映させ

る。茨城県域の表層土壌基本図を出版する。重金属等

の原位置迅速測定法と物理探査法を併用し、新規の土

壌汚染調査法を開発する。 

2) 土壌及び地下水汚染現場の調査を継続し、動電学的

手法、微生物及び鉱物を活用した原位置調査・浄化技

術の体系化をはかる。放射性物質の土壌汚染について

新規素材や粘土鉱物などの活用を促進し、環境中の動

態把握およびリスク管理施策を確立する。 

【平成25年度実績】 

・土壌汚染評価を目的に以下の研究を実施した。 

1) 環境及び生態リスクの評価モデルを作成・統合した。

茨城県の表層土壌基本図の整備を完了、出版準備を行

った。原位置計測と物理探査の併用により、重金属類

や油等の汚染物質の浸透経路の調査法を見出した。 

2) 動電学的手法や微生物を利活用した原位置浄化技術

の体系的な研究開発を行い、現場実証試験に至った。

放射性物質汚染については、高い遮蔽能力を持つ高鉛

含有率の新素材を試作し、また粘土鉱物の吸着特性を

考慮した汚染物質の動態把握に基づくリスク予測シス

テムを構築した。 

 

２-(1)-② 二酸化炭素地中貯留評価技術の開発（Ⅰ-６

-(6)-③へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・早期実用化を目指して、二酸化炭素地中貯留において、

二酸化炭素の安全かつ長期間にわたる貯留を保証する

ための技術を開発する。大規模二酸化炭素地中貯留に

ついては、複数の物理探査手法を組み合わせた効率的

なモニタリング技術の開発、二酸化炭素の長期挙動予

測に不可欠である地下モデルの作成や精緻化を支援す

る技術及び長期間にわたる地層内での二酸化炭素の安

定性を評価する技術を開発する。 

・圧入終了後における長期間監視のための費用対効果の

高いモニタリング技術や、我が国での実用化に当たっ

て考慮すべき断層等の地質構造に対応した地下モデリ

ング技術を開発するとともに、二酸化炭素が地中に貯

留されるメカニズムの定量的解析や、各地における貯

留ポテンシャル評価等の基盤技術を開発する。また、

安全性評価技術の開発と中小規模排出源からの排出に

対応した地中貯留の基礎研究を実施する。 

 

【平成25年度計画】 

・CO2地中貯留の安全性評価に係る要素研究を行う。 

1) 米国サイトにて CO2圧入時データを取得し、重

力・自然電位等データ解析法の改良を目指す。既存の

電気・電磁気データへの適用により、物理量変換プロ

グラムを地質モデル改良に資するための整備を行う。 

2) 砂泥互層遮蔽性能を室内実験等で検証する。ナチュ

ラル・アナログ現象のヒストリーマッチングにより軟

岩・断層の力学的変形を地質モデルに取込む手法の高

度化を図る。 

3) CCS リスク評価ツール構築で、リスクシナリオに

基づく地中、海底・海中での物質拡散を評価する。 

【平成25年度実績】 

・米国サイトで CO2圧入時モニタリングを開始し、解

析法改良を検討した。物理量変換プログラムを多様な

地域特性に対応させるため、電気・電磁気ポストプロ

セッサを改良した。また、室内実験等により砂泥互層
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のシール圧と浸透率の関係を明らかにした。軟岩・断

層の力学・水理学的特性等ならびに地化学プロセスの

データ蓄積を継続し、高精度化モデルを用いたナチュ

ラル・アナログ・モデル地域シミュレーションを実施

した。さらに、CCS リスク評価ツールを用いて漏え

い等のリスクシナリオに基づく地中、海底等での物質

拡散を評価した。 

 

２-(1)-③ 地層処分にかかわる評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

・処分計画における地下水シナリオの精度を向上させる

ため、原位置実証試験による水理学的研究や環境同位

体を用いた地球化学的研究を実施し、沿岸部深部地下

水の流動環境と組成を把握する。また、沿岸域の地質

構造評価のため、浅海域電磁探査法の適用実験及び改

良による実用的な探査手法を構築するとともに、海陸

にわたる物理探査データ解析・解釈法を開発する。さ

らに、処分空洞周辺の超長期間の緩み域の広がりを把

握するために必要な技術基盤を開発する。 

【平成25年度計画】 

・海域地質環境調査のために、特定の沿岸海域を対象と

して、既存資料の収集と分析、海域微地形調査、断層

位置調査や反射法地震探査等により海域掘削地点や掘

削工法を決定し、試料採取法の検討を行う。また、海

水準や気候変動に対応した地下水流動研究を継続し、

堆積平野沖合に存在する淡水地下水領域の高精度な同

定を行い、数十万年規模の超長期な地下水安定領域を

判定する。さらに、これまで構築してきたデータベー

スや沿岸域地質調査研究の成果の取りまとめを継続し、

マニュアル等の形での JAEA や NUMO への配信を

準備する。 

【平成25年度実績】 

・駿河湾沿岸海域に関する既存資料の収集と分析を行っ

た。そのうえで、海域微地形や断層位置調査等を実施

して地質構造等を把握し、地下水流動を捉えるため掘

削地点の適地選定、海上での海水分離型の掘削工法を

決定した。また、調査で得られたデータ等を用いて、

海水準や気候変動に対応した地下水流動解析を実施し、

数十万年規模の超長期な地下水安定領域を判定した。

さらに、構築してきた全国堆積層データベースや深層

地下水データベース、沿岸域地質調査研究の成果を取

りまとめ、情報配信の準備を行った。 

 

２-(2) 地圏の資源のポテンシャル評価 

【第3期中期計画】 

・地圏から得られる天然資源である鉱物、燃料、水、地

熱等を安定的に確保するため、効率的な探査手法の開

発を行う。また、新鉱床等の発見に貢献することを目

的として、資源の成因及び特性解明の研究を行う。さ

らに、各種資源のポテンシャル評価を行い、資源の基

盤情報として社会に提供する。このような資源に関す

る調査、技術開発の知見を我が国の資源政策、産業界

に提供する。 

  

２-(2)-① 鉱物及び燃料資源のポテンシャル評価（Ⅰ-

３-(3)-③へ一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・微小領域分析や同位体分析等の手法を用いた鉱物資源

の成因や探査法に関する研究、リモートセンシング技

術等を用いて、レアメタル等の鉱床の資源ポテンシャ

ル評価を南アフリカ、アジア等で実施し、具体的開発

に連結しうる鉱床を各地域から抽出する。 

・海洋底資源の調査研究については、海洋基本計画に則

り、探査法開発、海底鉱物資源の分布や成因に関する

調査研究を実施するほか、海洋域における我が国の権

益を確保するため、大陸棚画定に係る国連審査を科学

的データの補充等によりフォローアップする。 

・工業用原料鉱物及び砕石、骨材資源に関し、探査法開

発、鉱床形成モデル構築、資源ポテンシャル評価を行

う。国内及びアジア地域の鉱物資源情報のデータベー

スを拡充する。 

・メタンハイドレート等未利用燃料資源利用のため、代

表的な資源賦存域において資源地質特性解明及び資源

ポテンシャル評価を行い、燃料資源地質図を整備する。

国内資源として重要な南関東水溶性天然ガス資源の賦

存状況を解明し、燃料資源地質図として整備する。大

水深域等の海域及び陸域における地質調査と解析によ

り、天然ガス鉱床形成システム解明及び資源ポテンシ

ャル評価を行う。効率良い資源開発や環境保全に向け、

メタンの生成、消費等の地下微生物活動を評価する。 

 

【平成25年度計画】 

・モンゴル、南アにおける重希土類鉱床の分布・鉱量を

精査すると共に、鉱石の選鉱方法など具体的開発に向

けた技術開発を実施する。南米、東南アジアなどにお

いて、希土類を中心とするレアメタル鉱床の資源ポテ

ンシャル評価を実施する。工業用原料鉱物に関する主

に国内の賦存状況調査を実施すると共に、各種性能評

価法の改良と標準化を実施する。アジア全域鉱物資源

図の作成、国内鉱物資源図の電子化、アジア鉱物資源

データベースの拡充と電子化を進める。20万分の1、5

万分の1地質図のための鉱物資源情報を収集する。 

【平成25年度実績】 

・モンゴルで民間企業と重希土鉱床の評価を、南ア地調

と共同で重希土類鉱徴地の探鉱試錐、選鉱試験を実施

し、開発可能性評価を行った。ブラジル鉱産局と共同

で希土類鉱床評価のための現地調査・鉱石分析を実施

した。ベントナイトの標準試験法開発のために、国内

資料を収集し、MB 吸着量測定法の改良を進めた。韓

国および国内の珪石資源の調査を実施した。また、ア
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ジア鉱物資源図の編纂を進めると共に、アジア鉱物資

源 DB の拡充を行った。5万分1地質図幅「播州赤穗」、

20万分1地質図幅「大分」における地下資源の執筆を

分担した。 

 

【平成25年度計画】 

・レアメタル等鉱物資源ポテンシャル評価のため、南ア

の金、白金族鉱床の地質と微小領域貴金属存在形態の

関係を比較し、両者の成因的関係について検討する。

また、熱水性鉱床における In、Sb 及び Bi の濃集環

境の類似点及び相違点を明らかにする。更に、雲仙火

山熱水系の鉱化熱水系との比較研究により、浅熱水性

鉱床形成の場および過程を明らかにする。一方、鉄マ

ンガンクラストの生成年代決定・形成史解明に有効な

Os 同位体比分析のルーティン化を目的に、拓洋第五

海山および流星海山より採取された試料を用いた分析

作業を行う。 

【平成25年度実績】 

・南アの隣接する金、白金族鉱床地域の地質と微小領域

貴金属存在形態を検討したところ、両者の地質は異な

るが成因上熱水作用が共通している事が判明。豊羽鉱

床鉱石の In、Sb 及び Bi のうち、Sb と Bi の増減の

相関から、両元素の濃集が成因的に密接な関係にある

事が分った。雲仙火山では掘削コア深部における熱水

変質から、浅熱水性金鉱床と同様の温度構造を明らか

にした。鉄マンガンクラストでは、拓洋第五海山及び

流星海山の試料の密な Os 同位体比分析から、いずれ

も百万年に2-3mm 程度の成長速度の可能性が高い事

が分った。 

 

【平成25年度計画】 

・上越沖、東部南海トラフ等でコア試料、物探データ等

の解析を進め、メタンハイドレート鉱床の成因解明に

向けた研究を行う。また、関東平野水溶性天然ガスの

諸データを総合化を完了し、新規の燃料資源地質図と

して出版する。このほか、海底堆積物及び水溶性ガス

田かん水に関し、培養、遺伝子解析等により特徴を明

らかにする。油層水についてメタン生成活性の測定、

微生物組成解明を行う。さらに非在来型、在来型燃料

資源鉱床に関し地質、地化学等の手法で解析を進め、

鉱床の成因やポテンシャル評価等の基盤的情報等の整

備を進める。 

【平成25年度実績】 

・上越沖等で表層型メタンハイドレートに関する調査、

解析を行い、成因の解明を進めた。東部南海トラフ堆

積物中で酢酸酸化活性の存在を明らかにした。関東平

野の燃料資源地質図は出版に至らなかったが、水溶性

天然ガス等の同位体等データを統合化し、編集作業を

進めた。メタン生成活性とガス田かん水の有機物分解

能力との相関性を明らかにした。原油分解メタン生成

活性が有する油層水で未培養細菌が優占していること

を明らかにした。三陸沖で天然ガス関連地滑り堆積物

の解析を、秋田等で非在来型資源評価のための地化学

分析を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・非金属鉱物資源・材料、地圏流体等の地質学的、地化

学的、鉱物化学的解析を通して、非金属鉱物、地殻流

体、炭化水素ガス等の物理化学性状・地球化学的特性

を解明するとともに、非金属鉱物材料の製品化に資す

る研究及び現場実験等を進める。 

【平成25年度実績】 

・非金属鉱物材料の研究開発として、ハスクレイ、ゼオ

ライト等の吸着能に関する研究を進め、施設園芸用設

備、除湿装置等の新たな製品化・工業的用途への利活

用、重金属汚染に関わる Fe、Mn 等の金属元素の吸

着機構の解明等の点について検討した。地殻流体にか

かわる研究として、ガスハイドレート（キセノン等）

の相平衡条件の測定実験、非メタン炭化水素の測定法

の改良等を行った。また、多機関連携による共同研究

の下、福島県内を実地調査し、採取した粘土鉱物等に

対する放射性物質の吸着状況と季節変動等の関係を系

統的に分析した。 

 

２-(2)-② 地下水及び地熱資源のポテンシャル評価 

（Ⅰ-１-(2)-③へ一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・我が国の地下水及び水文環境の把握のため、全国の平

野部を中心に整備を進めている水文環境図を2図作成

する。また、工業用水の安定的な確保のため、全国の

地下水資源ポテンシャル図を整備する。 

・再生可能エネルギーとして重要な地熱資源の資源ポテ

ンシャルを地理情報システムによって高精度で評価し、

全国の開発候補地を系統的に抽出する。また、地熱開

発促進にむけて地熱利用と温泉保全の両立を図るため、

温泉発電技術や貯留層探査評価技術を含む地熱技術を

開発する。さらに、地中熱利用のため、平野部等の地

下温度構造及び地下水流動モデルを構築する。 

 

【平成25年度計画】 

・地下水汚染リスク研究では、東北地方での調査結果を

取りまとめ、人為的に除染しなければならない地域の

特定や工業用水源やインフラのための水源など地下水

の利活用をまとめる。石狩平野・熊本平野に関して成

果をまとめ、両地域の水文環境図を出版する。また、

既存出版物における誤分析に関する対応を継続して行

う。CCOP 東南アジア地下水研究においては、グロ

ーバルな視点で地球規模の環境問題も考慮しつつ加盟

国の地下水環境を調査し、工業用地下水データベース

と併せて成果を水文環境図等にまとめ、情報を発信す



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1185) 

る。 

【平成25年度実績】 

・地下水汚染リスク研究では、東北地方で地下水中放射

性物質等の濃度、移動に関するデータならびに工業用

地下水等の使用状況を把握し、人為的除染地域の特定

を行った。また、現地報告会を実施した。水文環境図

では、新たに石狩平野・熊本平野に関して成果をまと

め出版準備が完了した。また、H24年度に発覚した水

の安定同位体に関する誤分析問題を解消するため、分

析管理マニュアルを独自に作成した。CCOP 東南ア

ジア地下水研究では、ベトナムとタイにおいて集中的

に地下水環境を調査し、水文環境図を作成し、報告書

にとりまとめた。 

 

【平成25年度計画】 

・地熱資源ポテンシャル評価の研究においては、EGS
等未利用地熱資源の評価を含めた評価手法改良を継続

する。地熱開発促進にむけた地熱利用と温泉保全の両

立の研究では、温泉発電システムについて国内外の動

向調査、資料整備を行い、資源量の再評価を開始する。

また、温泉共生型地熱貯留層管理システム開発で得た

成果の他地域への展開を図る。さらに、産総研福島拠

点での地熱研究の体制を構築し、平成26年度開所の準

備を進める。 

【平成25年度実績】 

・地熱資源ポテンシャル評価の研究では、改良した容積

法により未利用地熱資源を含む全国の熱水系資源を再

評価した。地熱利用と温泉保全の両立の研究では、国

内外動向調査、新潟県での温泉発電試験に伴う温泉モ

ニタリング等により資源量を再評価した。また、温泉

共生型地熱貯留層管理システム開発で得た成果の他地

域への展開用ツールとして、温泉モニタリングデータ

を評価する地熱－温泉共生アドバンストソフトを作成

した。さらに福島研究所での地熱研究の体制を構築し、

再生可能エネルギー研究センター地熱チームを10月に

立ち上げた。 

 

【平成25年度計画】 

・山形盆地及び秋田平野で、オープン型地中熱システム

の一種の帯水層蓄熱冷暖房システムの適地指標定量化

を継続し、成果を取りまとめる。津軽平野で、クロー

ズド型地中熱システムのポテンシャル評価及び地中熱

システムの地下環境への影響評価を実施する。調査研

究の西日本への展開を図る。産総研福島拠点での地中

熱研究体制を構築し、平成26年度開所の準備を進める。

熱帯-亜熱帯地域での地中熱利用研究として、タイ国

カセサート大学に加えてチュラロンコン大学とも研究

を開始し、CCOP 地下水プロジェクトのサブプロジ

ェクトとして位置づける。 

【平成25年度実績】 

・山形盆地及び秋田平野で、帯水層蓄熱冷暖房システム

の適地指標定量化を継続し、地下水流速等を指標とし

た適地マップを取りまとめた。津軽平野でクローズド

型地中熱システムのポテンシャル評価、環境影響評価

を地下水温等の情報を基に実施した。福島研究所での

地中熱研究の体制を構築し、地中熱チームを立ち上げ

た。地圏資源環境 RI との協力の下、大阪平野におけ

る地中熱研究体制を整備した。熱帯-亜熱帯地域での

地中熱利用に関し、タイ国チュラロンコン大学とも新

たに研究を開始し、CCOP のサブプロジェクトとし

て位置づけた。 

 

２-(3) 放射性廃棄物処分の安全規制のための地質環境

評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

・高レベル放射性廃棄物の地層処分事業に対し、国が行

う安全規制への技術的支援として、地質現象の長期変

動及び地質環境の隔離性能に関する地質学的、水文地

質学的知見を整備し、技術情報としてとりまとめる。

また、放射性核種移行評価に向けての技術開発を行う。 

  

２-(3)-① 地質現象の長期変動に関する影響評価技術

の開発 

【第3期中期計画】 

・高レベル放射性廃棄物地層処分における概要調査結果

に対する規制庁レビューの判断指標として、特定放射

性廃棄物の最終処分に関する法律及び原子力安全委員

会の環境要件に照らし、隆起侵食活動、地震・断層活

動、火山・火成活動等の“著しい地質変動”の活動履

歴及び将来予測において必要となる各変動の発生位置、

時代等の不確実性を低減するための調査及び評価手法

の適用性評価と長期的な予測手法の開発に向けた検討

を行う。また、処分深度の深層地下水の性状、その起

源及び流動プロセスの把握手法を開発する。これらの

手法の適用結果を、データベースとして取りまとめて

国に提供する。さらに、各種の地質変動が深層地下水

流動に及ぼす水文地質学的変動モデルの開発に向けた

検討を行う。以上の成果を技術情報として取りまとめ、

公表する。 

 

【平成25年度計画】 

・火山ならびに断層 DB の内容を引続き拡充・更新する。

超長期的な気候地質変動事象（気候変動・隆起・沈

降・断層・侵食・マグマ活動）の時間空間的不均質性

に関して、個々の事象の理解を深化させるとともに、

連関作用に着目したうえで、解析手法ならびに推定手

法を検討する。各種地下水 DB 内容を拡充・更新する。

地下水の混合関係や混合年代等の評価手法、海面変化

による地下水流動系の変化の予測技術の一般化、地

質・気候関連事象による深部流体・熱水活動の周辺地
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下水系への影響に関する検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・火山 DB を更新し、断層 DB に主要地質断層情報を追

加・拡充した。長期的な気候・地質変動事象のうち隆

起・沈降・侵食・堆積・断層・マグマ活動の時間空間

的不均質性に関して、野外調査・室内分析等を行い、

地質変動事象の連動性を考慮した解析・推定手法につ

いて検討した。日本全国にわたる2071件の深層地下水

データを分析・収集し地下水 DB を更新した。4He-
36Cl 法による地下水の混合年代の解析に基づいて、

海面変化による地下水変化の解明、及び、地質関連事

象による深部流体・熱水活動の持続時間と周辺地下水

系への影響範囲の検討を行った。 

  

２-(3)-② 地質環境の隔離性能に関する評価技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・高レベル放射性廃棄物地層処分における精密調査結果

に対する規制庁レビューの判断指標として、特定放射

性廃棄物の最終処分に関する法律及び原子力安全委員

会の環境要件に照らし、岩盤の強度、地下水の化学的

性質、地下水流動に関する不確実性を低減するための

水理・化学環境調査、評価手法の開発、整備と、調査

手法及びデータの品質管理に関する評価手法を整備す

る。また、自然事象等の外的要因が地下水流動、化学

的環境に及ぼす影響を評価するための室内実験手法、

解析手法を整備した上、シナリオに基づく長期的な変

動が地下水流動、核種移行に及ぼす影響予測手法を開

発、整備する。以上の成果を技術情報として取りまと

め、公表する。 

 

【平成25年度計画】 

・立地調査結果の妥当性評価、安全評価の基本的な考え

方の整備のために、下記の技術開発を行い、技術情報

の提示を行う。 

1) 異常間隙水圧の形成過程と地下水流動への影響、地

下水中の溶存有機物等の核種移行への影響に関する原

位置調査手法の検討、提示と影響評価手法の適用性を

検討する。 

2) 地下の水理環境及び地下水水質の変動要因の将来予

測を行うためのモデル化及び調査手法の検討を行う。 

3) 各種自然事象の影響を考慮した水理-熱-応力変形-

化学反応連成モデルの実際の自然事象スケールを模擬

したモデルでの適用性検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・技術開発の1)に関しては、化学成分が異なる地下水を

対象とした実験手法を確立するとともに、既往の多成

分地下流体流動解析ソフトウェアへの化学浸透圧の組

み込みと異常間隙水圧持続時間の比較による重要度の

抽出を行った。2)に関しては、地下実験施設の硝酸塩

イオンの経時的な分析から、硝酸還元菌の原位置での

還元速度の評価手法を確立し、微生物の影響を含む将

来予測モデルに組み込んだ。3)に関しては、水理－力

学－熱－化学反応の連成効果によるき裂の水理－力学

特性変化の実験手法と数学モデルを提示した。 

 

３．地質災害の将来予測と評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

・地震、火山活動等による自然災害の軽減に必要な、科

学的根拠に基づく地震と火山活動の予測が期待されて

いる。その実現のために、調査及び観測情報に基づい

て地震及び火山活動履歴を明らかにし、また地震及び

火山活動のメカニズム解明を目指した調査、研究を実

施する。 

  

３-(1) 活断層調査、地震観測等による地震予測の高精

度化 

【第3期中期計画】 

・陸域及び沿岸海域の活断層や過去の巨大津波発生状況

について古地震調査を行い、将来の地震発生危険度や

発生しうる津波の規模を明らかにする。内陸地震の発

生と地盤変形の予測に必要な物理モデルの構築とシミ

ュレーション手法を提案する。また、東海・東南海・

南海地震を対象とした海溝型地震の短期予測システム

を構築する。さらに、これら調査研究結果の情報公開

を行う。 

  

３-(1)-① 活断層評価及び災害予測手法の高度化 

【第3期中期計画】 

・陸域及び沿岸海域の25以上の活断層について古地震調

査を行い、過去数千年間の断層挙動を解明することに

より将来の地震発生危険度を明らかにする。また、調

査結果のデータベース化と情報公開を進める。 

・地震の規模と発生時期の予測技術確立のために、糸魚

川－静岡構造線を例に、過去の断層挙動、最近の地震

活動、地殻変動や実験データに基づいた活断層の物理

モデルの原型を提示する。 

・地震発生時の災害予測のため、大都市圏近傍等の活断

層運動による地盤変形を予測するための調査手法とシ

ミュレーション手法を提案するとともに、地盤変形評

価図を作成する。 

 

【平成25年度計画】 

・今後公募される外部予算を用いて、将来の活動確率や

地震規模が十分に明らかにされていない陸域及び沿岸

海域の活断層について、断層の位置形状、活動性及び

活動履歴を明らかにするための調査を5断層帯程度に

おいて実施する。 

【平成25年度実績】 

・陸域の主要活断層として、奈良盆地東縁断層帯、警固
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断層帯、地域評価対象断層帯として、小倉東断層、福

智山断層帯、西山断層帯、佐賀平野北縁断層帯、沿岸

海域の活断層として、三方・花折断層帯、野坂・集福

寺断層帯、高田平野断層帯の計9断層帯について、分

布形状や活動履歴に関する詳細な調査を実施し、将来

の活動確率や地震規模評価のためのデータを得た。 

 

【平成25年度計画】 

・地震時変位量を指標とした連動性評価手法について、

北アナトリア断層系で古地震調査を実施するとともに、

国内断層系の適用事例として、糸魚川－静岡構造線活

断層系において追加の古地震調査を実施し、過去の地

震時変位量を復元する。活断層の長さが短く見積もら

れている割合と断層の活動性との関係を求めるととも

に、発生する地震の規模やその発生確率の算出を試み

る。断層破砕物質を用いた断層活動性評価手法につい

て、引き続き断層岩の鉱物化学分析と試料採取のため

の調査を実施し、一般化に向けた研究事例を蓄積する。 

 

【平成25年度実績】 

・北アナトリア断層系の1地点にて、最近4回分と5回分

の累積地震時変位量を復元し、地震時変位量を指標と

した連動性評価手法を構築した。糸魚川－静岡構造線

活断層系の諏訪湖断層群にて、最近1～2回分の地震時

変位量を復元した。作並-屋敷平断層等の短い活断層

では、空中写真判読のクロスチェックにて活断層の長

さを精査し、地震規模等の算出のためのデータを整備

した。断層破砕物質を用いた断層活動性評価手法の一

般化に向け、湯ノ岳断層、警固断層帯等の断層岩の鉱

物化学分析を実施した。塩ノ平断層の断層岩試料を採

取した。 

 

【平成25年度計画】 

・主に都市周辺地域の活断層の断層位置を見直し更新す

るとともに、海域活断層の情報等を追加する。表示機

能をより見やすく充実したものとするための機能強化

を行う。 

【平成25年度実績】 

・都市地域の活断層の位置については、詳細検討の結果、

参考にした文献のプライオリティーを尊重することが

重要と判断したため、見直し更新は行わず、代わりに

活断層ごとに文献名を明記した。海域活断層について

は、海域地質構造 DB をリンク表示できるようにした。

画面レイアウトを見直し、地図がより大きく表示でき

るようにした。最新の地震の震源位置をリアルタイム

で表示できる機能を追加した。より安定的な公開のた

め、サーバーを外部クラウドに移行した。 

 

【平成25年度計画】 

・糸静線断層帯の変動・応力場再現のためのシミュレー

ションモデル作成において、これまで構築したモデル

にさらに各断層で地震が発生した場合の地殻の粘弾性

応答を計算し、地震サイクルシミュレーションが可能

なプロトタイプモデルを提示する。糸静線断層帯の連

動性評価のための動的破壊の数値計算手法開発として、

これまでよりもさらに低角傾斜（およそ30度）の断層

で計算が可能となるようことを目標として、プログラ

ムの改良を行う。 

【平成25年度実績】 

・糸魚川-静岡構造線（糸静線）断層帯の変動・応力場

再現のためのシミュレーションモデルについて、中部

地域に分布する57断層でそれぞれ地震が発生した場合

の3次元不均質地殻モデルの粘弾性応答が計算可能と

なるようにプログラムを改良し、断層間の相互作用を

考慮した地震サイクルシミュレーションが可能なプロ

トタイプモデルとして提示した。糸静線断層帯の連動

性評価のために、動的破壊の数値計算用のプログラム

の改良を行い，およそ30度までの低角傾斜の断層にお

ける数値計算を可能とした。 

【平成25年度計画】 

・脆性-塑性遷移領域直下の岩石変形過程を実験室で再

現するため、岩石の焼結技術等の技術的課題の解決に

取り組み、湿度の精密管理が焼結生成物の性質に与え

る効果を明らかにする。沈み込み帯での歪みの蓄積及

び開放の収支や地震サイクル推定の評価につなげるた

めに、深部付加体を構成するメランジュの変形機構を

解明する。延岡衝上断層メランジュを用いて高圧高温

下（50-200MPa、250-400℃）での摩擦変形実験を行

い、メランジュの変形機構・力学特性を明らかにする。 

【平成25年度実績】 

・長石質岩石の焼結技術について、粒度分級工程を見直

した。長石では、焼結前の粒度を1µm 未満に揃えて

実験したものの、1150℃では融解し、1050℃では殆ど

焼結しないことを確認した。湿度の精密管理による乾

燥条件下においても、融点が低くかつ拡散係数が小さ

い長石質の岩石を焼結させる技術開発が必要と分かっ

た。延岡衝上断層が活動したとされる圧力温度条件下

にて、延岡衝上断層メランジュを用いた三軸変形実験

を行い、間隙水圧が静水圧条件下では延性変形、間隙

水圧が静岩圧に近い条件では脆性変形することを明ら

かにした。 

 

【平成25年度計画】 

・三軸圧縮クリープ試験を行い、微小破壊活動に及ぼす

周期的封圧変動の影響を引き続き調べる。地下深部の

深さ約8km までに相当する高温高圧下における弾性

波速度測定を可能にするための計測システム構築を実

施する。まず、高圧下での弾性波速度測定を実施し、

高温下での実用化についても技術開発を進める。 

【平成25年度実績】 
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・花崗岩の三軸圧縮クリープ試験を行った。微小破壊活

動に及ぼす周期的封圧変動の影響を調べ、軸圧増加速

度一定の条件では、軸圧の増加とともに封圧変動と微

小破壊活動の相関が強くなるのに対し、軸圧一定の条

件では、相関が急激に失われる結果を得た。高温高圧

下における弾性波速度測定を可能にするための計測シ

ステム構築では、速度測定に必須であるスペーサーの

常温・大気圧下における反射波の検出は成功したが、

高温高圧容器内の測定では、スペーサーの端面精度や

信号線の絶縁性等に関して更なる技術開発が必要なこ

とが分かった。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度に取得した探査データに既存の探査データ

も加えて総合的に解釈し、断層セグメント、綾瀬川断

層南東延長部における伏在断層の存否等を検討する。

また、これまでに開発してきた拡張有限要素法コード

については、三次元、粘弾性、弾塑性を扱えるように

改良し、シミュレーションをさらに高度化する。以上

の研究成果を踏まえて、深谷断層帯の地盤変形予測図

を作成する。 

【平成25年度実績】 

・新たに反射法地震探査を実施し、綾瀬川断層延長部に

伏在断層による撓曲構造を確認した。既存反射法デー

タの再解析により関東平野深部にリフティングに伴う

断層活動によって形成されたハーフグラーベン構造を

確認した。地盤変形シミュレーションについては、有

限要素法コードを三次元、粘弾性、弾塑性を扱えるよ

うに改良するとともに、地表変形の情報から地下の断

層形状を自動的に推定可能な解析手法へ高度化した。

以上を踏まえて、深谷～綾瀬川断層鴻巣付近における

地盤変形予測図を作成した。 

 

３-(1)-② 海溝型地震及び巨大津波の予測手法の高度

化 

【第3期中期計画】 

・東南海・南海地震を対象とした地下水等総合観測施設

を整備し、既存の観測データと統合して解析を進め、

駿河トラフ・南海トラフで発生する東海・東南海・南

海地震の短期予測システムを構築する。 

・巨大津波による災害を軽減するため、日本海溝及び南

海トラフに面した沿岸域の地形・地質調査に基づいて、

過去数千年間の巨大津波の発生履歴を精度良く明らか

にし、津波の規模を解明する。宮城県については、津

波浸水履歴図を公表する。 

 

【平成25年度計画】 

・国の東海地震予知事業の一環として、引き続き前兆的

地下水位変化検出システムを運用する。産総研・防災

科研・気象庁データの統合解析により南海・駿河トラ

フの短期的 SSE のモニタリングを継続し、SSE と深

部低周波微動の解析結果を公開する。歪データによる

短期的 SSE の自動検出手法を開発する。紀伊半島で

の微動臨時観測を継続し、微動を用いた短期的 SSE
のモニタリング手法を提案する。紀伊半島・四国での

1946年南海地震前の目撃証言の収集を継続し、地震前

後の上下変動の推定精度を向上させる。 

【平成25年度実績】 

・前兆的地下水位変化検出システムを運用した。産総

研・防災科研・気象庁データの統合解析を継続し、短

期的 SSE と微動の解析結果を各種委員会や地震に関

する地下水観測データベースで公開した。地下水位・

水圧変化にて、短期的 SSE が検出できることを世界

で初めて示した。短期的 SSE の自動検出手法を開発

し、システム実装の仕様を決定した。紀伊半島での微

動臨時観測により、短期的 SSE のモニタリングに資

する微動の移動パターン推定を行った。1946年南海地

震前の目撃証言の収集を継続し、上下変動推定の成果

をまとめた。 

 

【平成25年度計画】 

・台湾成功大学との共同研究「台湾における水文学的・

地球化学的手法による地震予知研究」を引き続き推進

し、台湾の成功大学にて第12回ワークショップを開催

する。台湾の地下水位観測データと地震動・地殻変動

との関係についての解析結果を公表する。 

【平成25年度実績】 

・8月13日に成功大学においてワークショップを開催し

た。13件（日本から4件、台湾から9件）の発表があり、

参加者は約30名であった。1999年集集地震時の台湾で

の地下水位変化について、過去の研究から地殻変動よ

りも地震動の寄与が大きいと判断した上で、琉球大学

と協力して地震動の寄与を詳細に解析した。地下水位

変化に対する地震動（加速度・速度）の寄与の周波数

依存性を見積もり、日本地球惑星科学連合大会や日本

地震学会秋季大会で発表した。 

 

【平成25年度計画】 

・おもに地形、地質学的手法を用いて、過去の津波や隆

起、沈降の痕跡から過去の巨大海溝型地震の履歴及び

規模を明らかにするための調査研究を進める。特に平

成24年度に仙台周辺，房総半島，静岡県沿岸等におけ

る調査で採取した地層のコアについて、年代測定や微

化石分析等を行う。このほか日本海溝沿いの下北半島、

房総半島、南海トラフ沿いの静岡県沿岸や紀伊半島沿

岸、四国沿岸などで津波堆積物や地殻変動の調査を継

続する。また震源断層モデルの検討および改良を行う

ため、房総半島や紀伊半島沿岸等で津波シミュレーシ

ョンなどの計算を行う。 

【平成25年度実績】 
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・下北半島、仙台周辺、房総半島、静岡県、紀伊半島、

四国の沿岸にて、地形、地質学的手法による調査研究

を行い、各地で新たに津波堆積物を検出するとともに

地殻変動の履歴解明に資する試料を得た。採取した地

層のコアの年代測定や微化石分析等を行った結果、下

北半島では過去約6千年間の地層中に5層のイベント砂

層を検出し、最新のものは17世紀頃の巨大津波の痕跡

である可能性が高いことを示した。津波シミュレーシ

ョンのために、房総半島、紀伊半島を含む太平洋沿岸

の地形情報を整備し、紀伊半島では津波石に基づく計

算を行った。 

 

３-(2) 火山噴火推移予測の高精度化 

【第3期中期計画】 

・活動的火山の噴火活動履歴調査を実施し、噴火活動の

年代、噴出量、マグマ組成や噴火様式等の変遷を明ら

かにするとともに、噴火の規則性や噴火様式の時間的

変化を支配するマグマの発達過程のモデルを提示する。

また、火山噴出物、噴煙、熱・電磁気学的変動、地殻

変動等の観測研究により火山活動推移を把握するとと

もに、室内実験や数値実験との総合解析により、噴火

準備、脱ガス及び噴火発生過程のモデルを提示する。

さらに、これらの研究成果をもとに、データベースの

整備及び火山地質図3図の作成を行うとともに、噴火

活動の推移予測の基礎となる噴火シナリオを作成する。 

  

３-(2)-① 火山噴火推移予測の高精度化 

【第3期中期計画】 

・活動的火山の噴火活動履歴調査を実施し、噴火活動の

年代、噴出量、マグマ組成や噴火様式等の変遷を明ら

かにするとともに、噴火の規則性や噴火様式の時間的

変化を支配するマグマの発達過程のモデルを提示する。

また、火山噴出物、噴煙、熱・電磁気学的変動、地殻

変動等の観測研究により火山活動推移を把握するとと

もに、室内実験や数値実験との総合解析により、噴火

準備、脱ガス及び噴火発生過程のモデルを提示する。

さらに、これらの研究成果をもとに、データベースの

整備及び火山地質図3図の作成を行うとともに、噴火

活動の推移予測の基礎となる噴火シナリオを作成する。 

 

【平成25年度計画】 

・九重、蔵王及び八丈島火山の火山地質図作成調査を引

き続き行う。火山活動時空分布把握のため、同位体希

釈法に加えて若い火山岩に特化した感度法を用い K-
Ar 年代測定を引き続き行う。火山データベースにつ

いてはデータ追加作業を行い、データベース全体の統

合作業を進める。三宅島や桜島火山など活動度の高い

火山において、過去数万年間の噴出物調査を行い、噴

火特性や物質科学的特徴の時間的変化を把握する。 

【平成25年度実績】 

・九重、蔵王及び八丈島火山の火山地質図のための噴火

履歴調査を実施した。日本列島の火山活動時空分布把

握のため、中部九州などの火山岩の K-Ar 年代測定を

行った。「第四紀火山」と「活火山」データベースを

「日本の火山」データベースとして統合し、焼岳、西

之島など活火山の詳細データを公開した。三宅島火山

では噴出物分布と編年を進め、過去約千年間の噴火史

の全体像を明らかにし、また噴火継続中の桜島火山で

は、気象庁と連携して火山灰を迅速に解析し噴火特性

の把握を行った。富士山火山地質図（第2版）を Web
公開した。 

 

【平成25年度計画】 

・霧島火山等の噴出物のメルト包有物の化学分析を行い、

各噴火マグマの揮発性成分の特徴を明らかにする。富

士山山頂の岩脈の内部構造や山腹火口の噴出物の層序

の解析から、爆発的噴火と非爆発的噴火に関する噴火

経緯を明らかにする。GPS および自然電位の連続観

測と PS-InSAR の比較解析により口永良部島などの

地殻変動の時空間パターンを説明しうる熱水系モデル

を試作する。浮力と発泡の効果を加えたアナログ実験

で噴火経緯のモデルを試作する。 

【平成25年度実績】 

・機器故障のため霧島等の噴出物の揮発性成分分析は未

実施だが、予定の4倍（80試料）の前処理を行い次年

度の効率化を図った。富士山において、ストロンボリ

式噴火を起こした岩脈と、溶岩湖のドレーンバックを

起こした岩脈の内部構造の違いを明らかにした。浮力

と発泡の効果を加えたアナログ実験で噴火経緯のモデ

ルを試作した。InSAR 解析等により口永良部島等の

地殻変動の時空間変化とその変動源を明らかにした。

また、GPS および自然電位の連続観測を継続して実

施し、地殻変動を説明しうる熱水系モデルの試作をし

た。 

 

４．地質情報の提供、普及 

【第3期中期計画】 

・社会のニーズに的確に応じるために、知的基盤として

整備された地質情報を活用しやすい方式、媒体で提供、

普及させる。また、地震、火山噴火等の自然災害発生

時やその予兆発生時には、緊急調査を実施するととも

に、必要な地質情報を速やかに発信する。 

  

４-(1) 地質情報の提供、普及 

【第3期中期計画】 

・地質の調査に係る研究成果を社会に普及させるため、

地質の調査に関する地質図類等の成果の出版及び頒布

を継続するとともに、電子媒体及びウェブによる頒布

普及体制を整備する。地質標本館の展示の充実及び標

本利用の促進に努め、地質情報普及活動、産学官連携、



資 料 

(1190) 

 
 

 
 

地質相談等により情報発信を行う。また、インターネ

ット、データベース等の情報技術の新たな動向を注視

し、情報共有、流通の高度な展開に対応する。 

  

４-(1)-① 地質情報の提供 

【第3期中期計画】 

・社会のニーズに的確に応じた地質情報提供のための地

質情報共有、流通システムを構築する。地質の調査に

関する地質図類等の成果の出版及びベクトル数値化等

による地質情報の高度利用環境の整備を進める。20以

上の地質図類等の出版を行うとともに、6つ以上の既

存地質図幅のベクトル化を実施する。 

・地質図等の研究成果を印刷物、電子媒体及びウェブに

よって頒布する。国内外の地球科学文献を収集、整備

し、閲覧室や公開文献検索システムを通じて社会に提

供する。100カ国1,000機関との文献交換と、毎年

10,000件以上の文献情報入力を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・平成25年度出版計画に基づき研究ユニットから提出さ

れる地質図類、研究報告書等の原稿検査と JIS 基準

を適用し、紙印刷のための仕様書作成と発注を行う。

またオンラインジャーナルによる研究成果の出版も行

う。 

【平成25年度実績】 

・5万分の1地質図幅「京都東南部」「新居浜」「今庄及

び竹波」「早池峰山」「八王子」、火山地質図「桜島

火山第2版」「諏訪之瀬島火山」、200万分の1地質編

集図「日本の火山第3版」、重力図「姫路地域」「徳

島地域」、海洋地質図「日高舟状海盆表層堆積図」

「奥尻海盆表層堆積図」、その他「関東平野中央部の

地下地質」、水文環境図「熊本地域」、活断層・古地

震研究報告などを JIS 基準に従い印刷・発行した。

地質調査研究報告 Vol.64をオンラインジャーナルと

して出版した。 

 

【平成25年度計画】 

・出版物在庫管理システムを運用し、出版物の管理、在

庫と頒布・普及のため業務効率化を行う。また、また

在庫切れ地質図類についてはオンデマンド印刷により

十分な供給を維持する。 

【平成25年度実績】 

・出版物保管庫の移転に伴い在庫棚卸しを実行した。出

版物在庫数を管理することにより新規出版物及び既刊

出版物の頒布・普及払出しの適切な供給を行った。ま

た、操作性の向上と業務効率化のため、出版物在庫管

理システムの改修を行った。また在庫切れ地質図類に

ついてはオンデマンド印刷によって供給した。 

 

 

【平成25年度計画】 

・平成25年度中に出版される地質図類のラスターデータ

作成と既存ラスターデータの品質を見直しし、低品質

なものについては順次データの再作成を行う。 

【平成25年度実績】 

・新規出版地質図類のラスターデータ作成と、品質の見

直しにともなう既存ラスターデータの再作成について、

35枚のデータ作成を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・既存地質図幅の数値化を実施し、社会における地質情

報二次利用促進に向け、ベクトルデータの公開準備を

行う。 

【平成25年度実績】 

・火山地質図2面の数値化を実施し、社会における地質

情報二次利用促進に向け、5万分の1地質図幅40面分の

ベクトルデータを作成するとともに、「地質図ベクト

ルデータダウンロードサイト」を構築し、昨年度作成

20面分とあわせて合計60面分を公開した。 

 

【平成25年度計画】 

・地質図情報を閲覧する統合ポータルの台帳機能などを

強化し、これを引き続き運用するとともに、ユーザー

からの意見の反映を通じてその改良を行う。 

【平成25年度実績】 

・地質情報データベース全体の入り口となる台帳系ポー

タルを制作し、キーワードおよびカテゴリからデータ

ベースにアクセスできる環境を整備した。地質図情報

を閲覧する統合ポータルである地質図 Navi を正式公

開し、利用者からの意見収集を継続した。これとは別

に利用団体へのアンケート、定常的なソーシャルメデ

ィア分析を行い、ユーザ意見を収集した。利用ガイド

ラインの見直しに際して、ユーザ意見の一部を利用ガ

イドラインの改訂に反映させた。 

 

【平成25年度計画】 

・地質・図書の整理・管理として以下を実施する。 

1) 統合 GEOLIS のクラウド移行および検索の高度化

を完了し、利用者の利便向上のための改修、不具合修

正等を行う。貴重資料データベースの統合の是非及び

方法について再検討を行う。 

2) GEOLIS データを使用した「なかよし論文データ

ベース（仮称）を GEOLIS の一部とすることを検討

する。 

3) 標本データベースの再構築を完了し、データ入力の

加速化のための計画を作成・実行を図る。 

【平成25年度実績】 

1) 統合版 GEOLIS のクラウド移行及び外部検索エン

ジン対応等の高度化を完了した。さらに検索結果の並

び替え等の利便性向上の改修を行った。貴重資料デー
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タベースとの統合は、上記高度化の後に行うこととし

た。GEOLIS には16,984件、貴重資料データベース

には21件登録した。 

2) 「なかよし論文データベース」を GEOLIS に統合

するための環境作り等を行った。 

3) 地質標本データベースの再構築は完了した。構築作

業の遅れのためデータ入力の加速化には至らなかった

が、その準備を整えた。 

 

【平成25年度計画】 

・地質図類の閲覧・管理の為、以下を実施する。 

1) 新規発行の地質図類について、標準フォーマット

JMP2.0仕様のメタデータを作成し、政府クリアリン

グハウスに登録及び公開する。 

2) 国際標準に基づいたメタデータを作成、登録及び検

索するシステムプロトタイプ版の改良等を行い、所内

公開する。 

3) アーカイブシステムに H25年度原稿提出の5万分の

1地質図幅の調査時基礎データを蓄積しながら、アー

カイブ業務の本格的運用のための試行および所内公開

を行う。 

4) プロトタイプ版アーカイブシステムの改良を行い、

正式なアーカイブシステムを目指す。 

【平成25年度実績】 

1) 新規発行の地質図類の JMP2.0仕様のメタデータを

作成した。政府クリアリングハウスは停止中だが、再

開を見込んで16件を蓄積した。 

2) 国際標準に基づいたメタデータの作成・登録・検索

ができるサイトを所内公開した。 

3) 「5万分の1地質図幅調査に係わる調査時基礎データ

のアーカイブ作成」の業務を開始し、試験的に所内公

開した。 

4) 機関アーカイブデータの開示ガイドラインを作成し

た。イントラ経由で申請・メタデータ登録・決済等を

回す、ワークフロー等の機能を追加し、本格的システ

ムに向けて改良した。 

 

【平成25年度計画】 

・地質文献の収納・登録・管理の為、以下を実施する。 

1) 100ヶ国以上、1,000を超える機関との文献交換を行

い、地球科学文献の収集、整備、保存及び提供を継続

して行い、所蔵地質情報の充実に努める。 

2) GEOLIS の入力システムと連動したオンライン収

集システムの拡大を検討する。 

【平成25年度実績】 

1) 153ヶ国、1,085機関との文献交換を行い、4～3月で

資料類 4,295冊、地図類 447枚を収集・整備・保存

及び提供した。 

2) オンライン資料の新たな収集・受入れとして、外国

出版社のオンライジャーナルを対象として、統合版

GEOLIS 入力システムと連動した RSS データ取得シ

ステムを構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・地質調査総合センターのウェブサイトを運用し、安

定・効率的な情報発信を行う。新規情報の迅速な公開

とウェブサイトの再構築におけるコンテンツ・配信フ

ァイルについて欠落内容等の補完作業も引き続き行う。

新コンテンツ管理システムに対応したコンテンツ管理

方法については引き続き検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・地質調査総合センターのウェブサイトを運用し、常時

SSL 化等によってより安全な情報提供の体制を整え

た。また、コンテンツ・ファイルの欠落内容等の補完

作業も行った。既存ページの整合性チェックと統制の

取れた記事蓄積を目指し、地質調査総合センター内に

ホームページを見直すワーキンググループを立ち上げ

て関連ルールを提案した。地質情報の二次利用に関し

て、クリエイティブ・コモンズ体系を取り入れた新ガ

イドラインの導入に対応して、公開情報の表記を順次

変更した。より安定で効率的なコンテンツ管理システ

ム環境に移行した。 

 

【平成25年度計画】 

・地質情報の共有および流通を促進するため、配信する

地質情報を整理し利便性を高める。また、地図系デー

タバンクの基盤となるよう地質関連データベースを国

際標準化し、統合ポータルを引き続き発展させる。 

【平成25年度実績】 

・地質情報の共有および流通を促進するため、配信する

地質情報をクラウドサーバに統合・整理した。国際標

準である WMS/WMTS 形式での情報配信を開始し、

重ね合わせ等の利便性を向上させた。配信情報の2次

利用を促進するため、クリエイティブ・コモンズ体系

を取り入れた新ガイドラインを策定し、運用を開始し

た。地質情報の初心者用に、キーワードを基にデータ

ベース類を選択できるポータルを新規に開発した。

RIO-DB が廃止された事を受けて、旧 RIO-DB から

地図系データバンクへコンテンツを移行し、運用を開

始した。 

 

４-(1)-② 地質情報の普及 

【第3期中期計画】 

・地質情報普及のため、地質標本館の展示の充実及び利

用促進に努め、地質情報展、地質の日、ジオパーク等

の活動を行う。また、産学官連携、地質相談業務、地

質の調査に関する人材育成を実施し、展示会、野外見

学会、講演会等を主催する。さらに、関係省庁、マス

コミ等からの要請に応え正確な情報を普及させる。具

体的には、地質標本館では、年3回以上の特別展や、
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化石レプリカ作りのイベント等を実施し、年30,000人

以上の入場者に対応する。また、つくば科学フェステ

ィバル出展対応を毎年実施する。ジオネットワークつ

くばにおいて、10回以上のサイエンスカフェと6回以

上の野外観察会を実施する。地質情報展を毎年開催し、

1,000名以上の入場者に対応する。地質の日について

は、イベントを毎年実施する。ジオパーク活動につい

ては、日本ジオパーク委員会（JGC）を年2回以上開

催し、世界ジオパークを2地域以上、日本ジオパーク

を５地域以上認定するための支援活動を行い、地域振

興に貢献する。 

 

【平成25年度計画】 

・地質標本館において3回以上の特別展や2回以上の講演

会を開催するとともに化石レプリカ作り等のイベント

も開催する。展示物解説の補強により多様な見学者の

関心に応え、展示標本の入れ替えなどにより、展示内

容の質的向上を図る。団体見学者の要望に応じて地域

地質の解説を行う。また、標本館の展示をテーマ別に

解説するチラシを作成し、一般見学者の理解を助ける。

地中熱利用空調システムに関する展示を設置し、関連

の特別展を開催する。地質相談所を窓口として、外部

機関や市民からの問い合わせに積極的に応える。 

【平成25年度実績】 

・特別展を3回（霧島火山、地熱・地中熱関連、地質情

報展再展示）開催し、特別展関連テーマの講演会を2

回開催した。化石レプリカ作りや石磨き等の体験学習

イベントを開催した。地中熱利用空調システムに関す

る展示、活断層・津波堆積物・地盤液状化のはぎ取り

標本を新たに設置した。展示をテーマ別に解説するチ

ラシとして、活断層、地盤液状化についての解説パン

フを作成した。団体見学者のうち希望があれば解説を

行い、特に小中高生には要請に応じて校外授業として

実験と講義を行った。地質相談所では736件の問い合

わせに答えた。 

 

 

【平成25年度計画】 

・地質調査総合センターの研究成果を発信するため、仙

台市において地質情報展を実施し、成果普及活動を展

開する。また、日本地球惑星科学連合2013年大会など

にブース出展し、併せて研究成果品の紹介、普及を進

める。 

【平成25年度実績】 

・仙台市科学館において地質情報展を開催し、産総研の

研究成果を紹介するとともに、子供向けのわかりやす

い実験などを行い、2118名が来場した。また、日本地

球惑星科学連合大会、国際火山学地球内部化学協会総

会にブース出展し、産総研の研究成果についてパネル

等で紹介するとともに地質図等の出版物や成果物を展

示した。また、地質図の立体地形表示システムについ

ては特許（特開2014-032304）を取得した。ほか、国

交省 G 空間 Expo2013にて Geo アクティビティフェ

スタ優秀賞を受賞した。 

 

【平成25年度計画】 

・地域センターの一般公開や科学館、科学系博物館等の

展示・体験プログラムに協力し、移動地質標本館を出

展する。一般市民を対象として野外地質見学会を実施

する。学校教育関係者と連携し、若年層の自然観育成、

科学理解度増進に引き続き注力する。 

【平成25年度実績】 

・自治体等主催のイベント、産総研地域センター一般公

開、産総研キャラバン郡山など7件の外部出展を行い、

地球科学の普及活動に務めた。一般市民を対象とする

地質見学会については、茨城県北部で野外観察会を行

った。埼玉県教育委員会や青梅市中学校教育研究会理

科部等の教員研修に協力するとともに、地学オリンピ

ック本選に協力し、若年層の自然観育成、科学理解度

増進に注力した。 

 

【平成25年度計画】 

・筑波研究学園都市を中心とした研究機関、教育機関、

自治体等を結ぶ地域連携として、ジオネットワークつ

くばで構築したネットワークを維持し、各機関のサイ

エンスカフェや野外観察会等のイベント情報を市民に

提供する。また、ジオネットワークつくばで人材育成

するジオマイスターについて、その活用をはかる。 

【平成25年度実績】 

・ジオネットワークつくばで構築したネットワークを活

かし、養成したジオマイスターと筑波山地域ジオパー

ク推進協議会の協力のもと、サイエンスカフェやジオ

ネットの日等のジオネットワークつくば主催・共催イ

ベントを8回実施した。また、ジオマイスターのフォ

ローアップ研修として、野外・室内研修を22回行った。

ジオネットワークつくばのホームページやメーリング

リストにより各種機関のイベント情報を市民に提供し

た。 

 

【平成25年度計画】 

・「地質の日」推進事業推進委員会事務局として全国の

地質の日関連の活動を支援し、啓発普及に貢献する。

日本ジオパーク委員会事務局として、世界ジオパーク

ネットワーク加盟申請候補地域及び日本ジオパークの

候補地域と再審査地域に対し、ヒアリング、現地審査、

最終認定等の一連の委員会活動を支援するとともに、

ジオパークの普及に貢献する。また、世界各地のジオ

パークにおける地球科学の普及にも協力する。GSJ
シンポジウム事務局として、ユニットやプロジェクト

から提案されるシンポジウムを2回程度開催する。 
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【平成25年度実績】 

・地質の日事務局として全国各地の関係機関等に関連イ

ベント企画を呼びかけた結果、95件の地質の日イベン

トが開催され、約8万7千人が参加した。日本ジオパー

ク委員会事務局として、10件の新規日本ジオパークの

審査（内8件を認定）、3件の世界ジオパーク申請候補

の審査（内1件を推薦）、3件の日本ジオパーク再認定

審査（2件再認定、1件条件付き再認定）等の支援を行

った。また、講演等を通じて、世界・日本各地のジオ

パークの普及に協力した。GSJ シンポジウム事務局

として、2回のシンポジウムを開催した。 

 

【平成25年度計画】 

・産総研地質分野の広報誌として、GSJ 地質ニュース

の編集を行い、月刊で発行し、あわせて PDF を

WEB 公開する。このほかに活断層・地震研究センタ

ーニュース（月刊）や GREEN NEWS（季刊）を編

集・発行する。 

【平成25年度実績】 

・東日本大震災における地盤液状化や近い将来発生が予

想される南海トラフの巨大地震に関する研究等、関心

の高い話題を盛り込んで広報誌「GSJ 地質ニュー

ス」を編集・刊行した。出版物は毎月中旬に WEB 公

開し、あわせて印刷物としても発行を行った。このほ

かに活断層・地震研究センターニュース（月刊）や

GREEN NEWS（季刊）を編集・発行した。 

 

４-(2) 緊急地質調査、研究の実施 

【第3期中期計画】 

・地震、火山噴火等の自然災害時には緊急の対応が求め

られることから、災害発生時やその予兆発生時には、

社会的要請に応じて緊急の地質調査を速やかに実施す

る。具体的には、想定東海地震の観測情報等発令時、

国内の震度6強以上を記録した地震、又は M6.8以上

の内陸地震及び人的被害の想定される火山噴火のすべ

てに対応する。すべての緊急調査について、ホームペ

ージ上で情報公開する。 

 

４-(2)-① 緊急地質調査、研究の実施 

【第3期中期計画】 

・地震、火山噴火等の自然災害時には緊急の対応が求め

られることから、災害発生時やその予兆発生時には、

社会的要請に応じて緊急の地質調査を速やかに実施す

る。具体的には、想定東海地震の観測情報等発令時、

国内の震度6強以上を記録した地震、又は M6.8以上

の内陸地震及び人的被害の想定される火山噴火のすべ

てに対応する。すべての緊急調査について、ホームペ

ージ上で情報公開する。 

 

 

【平成25年度計画】 

・地震や火山噴火等の地質災害に際して、社会的要請に

応じて緊急調査のための実施体制を組織し、既存の調

査および研究情報を収集し、必要な地質調査及び研究

を速やかに実施する。そして調査報告や関連情報をホ

ームページ等で正確に一般向けに情報発信する。また、

メディア等からの取材要請に対して、研究活動の支障

の無い範囲で協力する。 

【平成25年度実績】 

・本年度は大規模な地震・火山噴火災害は発生せず、緊

急調査体制は組まなかった。しかしながら、西之島に

おける噴火活動に関しては、既存の地質情報整備を取

りまとめ地質調査総合センターHP からの情報発信を

指導した。H23年度補正予算「複合地質リスク調査」

に関する中間報告書を出版・公表した。福島原発汚染

水問題等へのメディアからの取材要請については、研

究ユニットの適切な研究者を推薦した。 

 

【平成25年度計画】 

・地質調査総合センターにおいて自然災害等の緊急調査

が実施された場合は、地質標本館や地質図ライブラリ

においてもその緊急研究の成果等を速報する。また、

日頃より緊急調査等に備え、関係部署との情報共有の

促進に努める。 

【平成25年度実績】 

・今年度は自然災害における緊急調査等は行われなかっ

たが、平成23年3月から実施してきた東北地方太平洋

沖地震の調査研究の成果の一部を常設展示として設置

した。あわせて、平成23年1月に噴火した霧島火山新

燃岳に関する調査研究の成果の特別展も行った。また、

有事に備えて日頃から関係部署との情報共有を図った。

その一環として、GSJ ホームページに地質災害（平

成25年10月16日台風26号の豪雨による伊豆大島西部で

発生した斜面崩壊）の地質学的背景についての速報を

掲載した。 

 

５．国際研究協力の強化、推進 

【第3期中期計画】 

・産総研がこれまでに蓄積した知見及び経験を活かし、

アジア太平洋地域及びアフリカを中心とした地質に関

する各種の国際組織及び国際研究計画における研究協

力を積極的に推進する。地質災害の軽減、資源探査、

環境保全等に関する国際的な動向及び社会的、政策的

な要請を踏まえ、プロジェクトの立案、主導を行う。 

  

５-(1) 国際研究協力の強化、推進 

【第3期中期計画】 

・産総研がこれまでに蓄積してきた知見及び経験を活か

し、アジア、アフリカ、南米地域を中心とした地質に

関する各種の国際研究協力を積極的に推進する。地質
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情報の整備、地質災害の軽減、資源探査や環境保全等

に関する研究プロジェクトを国際組織及び国際研究計

画を通して推進する。東・東南アジア地球科学計画調

整委員会（CCOP）の総会・管理理事会に毎年参加す

るとともに、CCOP プロジェクトを実施する。統合

国際深海掘削計画（IODP）や OneGeology（全地球

地質図ポータル）、世界地質図委員会（CGMW）等

の国際プロジェクトにおいて、アジアの地質図編集や

データ整備等について貢献する。 

・産総研が事務局を担当する日本ジオパーク委員会でジ

オパーク審査標準を構築し、アジア地域を中心にジオ

パーク活動を普及させる。アジア太平洋ジオパークネ

ットワーク（APGGN）・世界ジオパークネットワー

ク（GGN）の活動に貢献する。 

  

５-(1)-① 国際研究協力の強化、推進 

【第3期中期計画】 

・産総研がこれまでに蓄積してきた知見及び経験を活か

し、アジア、アフリカ、南米地域を中心とした地質に

関する各種の国際研究協力を積極的に推進する。地質

情報の整備、地質災害の軽減、資源探査や環境保全等

に関する研究プロジェクトを国際組織及び国際研究計

画を通して推進する。東・東南アジア地球科学計画調

整委員会（CCOP）の総会・管理理事会に毎年参加す

るとともに、CCOP プロジェクトを実施する。統合

国際深海掘削計画（IODP）や OneGeology（全地球

地質図ポータル）、世界地質図委員会（CGMW）等

の国際プロジェクトにおいて、アジアの地質図編集や

データ整備等について貢献する。 

・産総研が事務局を担当する日本ジオパーク委員会でジ

オパーク審査標準を構築し、アジア地域を中心にジオ

パーク活動を普及させる。アジア太平洋ジオパークネ

ットワーク（APGGN）・世界ジオパークネットワー

ク（GGN）の活動に貢献する。 

 

【平成25年度計画】 

・CCOP プロジェクトの DelSEA-II の年会を東アジア

から東南アジアの CCOP メンバー国で開催するとと

もに、開催国とデルタに関する共同研究を推進する。

CCOP メンバー国から研究者を招聘し、共同研究の

推進と人材育成に貢献する。 

【平成25年度実績】 

・CCOP プロジェクトの DelSEA-II の年会をインドネ

シアのバンドンにおいて2014年3月に実施した。また

関連会合として2014年2月にタイのラヨーンで沿岸地

質と海洋地質に関するワークショップを開催した。ベ

トナムから2名の研究者を2014年2月に招聘し、ベトナ

ム沿岸域の共同研究を推進すると共に人材育成に貢献

した。 

 

【平成25年度計画】 

・IODP の推進のために、乗船研究、国際パネル委員、

日本地球掘削科学コンソーシアムにおける活動等を通

じて貢献する。 

【平成25年度実績】 

・4名が乗船研究を行い、国際パネル委員を2名がつとめ

た。また日本地球掘削科学コンソーシアム IODP 部

会において、執行部員及び専門部会委員として活動し

た。これらにより IODP の推進に貢献した。 

 

【平成25年度計画】 

・東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）の

第49回総会と第61回管理理事会をホスト国として仙台

で開催し、第62回管理理事会にも出席する。デルタの

地質、地下水資源に関する CCOP プロジェクトでは、

それぞれ会合を行う。新たにコンソーシアムとして運

営される予定の OneGeology（全地球地質図ポータ

ル）でアジア地域のコーディネータを担う他、世界地

質図委員会等の国際プロジェクトに参加し、アジアの

地質図や地質データの整備に貢献する。地質災害の低

減とリスク評価のための国際コンソーシアムを運営し、

シンポジウムを開催する。 

【平成25年度実績】 

・東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）の

第49回総会を仙台市で開催した。また、これに合わせ、

地質災害の低減とリスク評価のための国際コンソーシ

アム（G-EVER）の第2回国際ワークショップを開催

した。OneGeology, CGMW（国際地質図委員会）、

GEM 等に職員を派遣し、GSJ としての役割を果たし

た。デルタの地質、地下水資源に関する CCOP プロ

ジェクトでは、国際会合を開催し、技術指導を行った。 

  

《別表３》計量の標準（計量標準の設定・供給による産

業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 

【第3期中期計画】 

・我が国経済活動の国際市場での円滑な発展、国内産業

の競争力の維持、強化、グリーン・イノベーション及

びライフ・イノベーションの実現に貢献するため、計

量の標準の設定、計量器の検定、検査、研究、開発、

維持、供給及びこれらに関連する業務、並びに計量に

関する教習を行う。その際、メートル条約及び国際法

定計量機関を設立する条約の下、計量標準と法定計量

に関する国際活動において我が国を代表する職務を果

たす。 

・具体的には、産業構造審議会産業技術分科会、日本工

業標準調査会合同会議知的基盤整備特別委員会の方針、

見直し等を踏まえて、計量標準に関する整備計画を年

度毎に改訂し、同計画に基づき計量標準の開発、維持、

供給を行う。計量標準、法定計量に関して国際基準に
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適合した供給体制を構築して運営し、国家計量標準と

発行する校正証明書及び法定計量の試験結果の国際相

互承認を進めるとともに、我が国の供給体系の合理化

を進める。特に、新規の整備及び高度化対象となる計

量標準に関しては、先端技術の研究開発や試験評価方

法の規格化と連携して一体的に開発を進める等、迅速

に整備し、供給を開始する。また、我が国の法定計量

の施策と、計量標準の戦略的活用に関して、経済産業

省の政策の企画、立案に対して技術的支援を行う。 

  

１．新たな国家計量標準の整備 

【第3期中期計画】 

・新たに必要となる国家計量標準を迅速に開発、整備し、

供給を開始する。具体的にはグリーン・イノベーショ

ンの実現に必要な省エネルギー技術や新燃料等の開発、

評価を支える計量標準の開発を行う。また、ライフ・

イノベーションの実現に必要となる医療診断、食品安

全性、環境評価等を支える計量標準の開発を行う。さ

らにナノデバイスやロボット利用技術等、我が国の技

術革新や先端産業の国際競争力を支える計量標準の開

発を行う。新たな開発を行う標準の選定にあたっては、

整備計画の改訂に従い、技術ニーズや社会ニーズを迅

速に反映させる。また、国際規格や法規制に対応した

計量標準を整備し、我が国の円滑な国際通商を支援す

る。 

  

１-(1) グリーン・イノベーションの実現を支える計量

標準の整備 

【第3期中期計画】 

・グリーン・イノベーションの推進に必要な計量標準の

早急な開発、整備を行い、供給を開始する。具体的に

は、水素エネルギー、燃料電池等の貯蔵技術、利用技

術の推進、省エネルギー・エネルギー効率化技術の開

発を支援する計量標準の開発、整備を行い、供給を開

始する。また、バイオマス系資源の品質管理や安定性

評価に必要な標準物質、資源再利用システムの信頼性

評価に必要な標準物質をニーズに即応した開発、整備

を行い、供給を開始する。 

  

１-(1)-① 新エネルギー源の利用に資する計量標準 

【第3期中期計画】 

・水素エネルギー、燃料電池及び電力貯蔵キャパシタの

利用に必要な気体流量標準、気体圧力標準、電気標準、

燃料分析用標準液等について、新たに4種類の標準を

開発、整備し、供給を開始する。 

 

【平成25年度計画】 

・校正範囲の拡大に向けて、70MPa までの気体圧力標

準の開発を進める。気体・液体両方の圧力媒体で利用

できる液体潤滑型ピストン・シリンダを用いて圧力計

を校正するときの不確かさを評価する。高圧気体を用

いて圧力計を校正するために安全対策を施し、効率的

な校正を行うために測定の完全自動化を図る。 

【平成25年度実績】 

・液体潤滑型ピストン・シリンダを用いて70MPa まで

の気体圧力標準の開発を進め、有効断面積などの主要

な要因による不確かさが4.0kPa 以下であることを確

認した。安全対策として金属製の防護壁を設置し、重

錘の機械的な加除と圧力制御を自動化し気体圧力計測

の完全自動化を行った。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度の水素ガスに引き続き、都市ガスの標準供

給開始へ向けて、実用標準器の値付けを実施する。第

1四半期には、都市ガスについて仲介器による JCSS
認定事業者との比較校正を実施する。 

【平成25年度実績】 

・実用標準器である臨界ノズル12本について、水素ガス

における流出係数適合曲線の値付けと不確かさ評価を

実施した。都市ガスについては値付けを開始し、不確

かさ評価に必要なデータの蓄積を開始した。JCSS 認

定事業者と比較校正を実施するための仲介器の準備を

整えた。 

  

【平成25年度計画】 

・蓄電デバイスの内部インピーダンス評価装置と充放電

特性評価装置を開発し、内部インピーダンスが100Ω

以下の蓄電デバイスを対象とした評価システムを構築

する。 

【平成25年度実績】 

・蓄電デバイスの内部インピーダンス評価装置と充放電

特性評価装置を開発した。広帯域周波数測定器とポテ

ンショガルバノスタットおよび４端子定義に基づく評

価治具による測定システムを設計・試作し、内部イン

ピーダンスが10mΩ程度まで測定可能な蓄電池インピ

ーダンス評価装置を開発した。直流電圧・電流源と高

精度電圧計および電流検出計による測定システムを設

計・試作し、充放電特性評価装置を開発した。これに

より、電気二重層キャパシタ等の低インピーダンス蓄

電デバイスの電気特性評価が可能となった。 

 

【平成25年度計画】 

・既存の3種の硫黄標準液について、安定性試験及び必

要な場合期限延長等を行う。 

【平成25年度実績】 

・燃料電池用や輸送用などの燃料の品質管理を目的とし

た硫黄分析測定機器の校正・精度管理に必要な硫黄標

準液3種について、供給開始後のモニタリングを行っ

た。これにより充分な安定性を確認し、開発目標を達

成した。 
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１-(1)-② 省エネルギー技術の開発と利用に資する計

量標準 

【第3期中期計画】 

・運輸システム、オフィス、住宅、ビル、工場等におけ

る省エネルギー技術開発に必要な高周波電気標準、光

放射標準、熱流密度標準等について、新たに7種類の

標準を開発、整備し、供給を開始する。 

  

【平成25年度計画】 

・マルチ測位衛星システムの本格到来に向け、また提供

中の周波数遠隔校正サービスの継続実施のために必須

な NMIJ の時系である UTC（NMIJ）の信頼性と安

定性の強化を図る。具体的には震災で故障した1台の

水素メーザを復旧させ、合計4台の水素メーザからな

る高信頼な原子時計群を実現する。また水素メーザ及

び複数のセシウム原子時計の出力信号間の時間差測定

の高精度化を行う。 

【平成25年度実績】 

・故障した水素メーザを復旧させ、合計4台の水素メー

ザを用いた高信頼な国家標準 UTC（NMIJ）を実現

した。この高信頼標準を用いて16社のユーザに周波数

遠隔校正サービスを提供した。また水素メーザ及びセ

シウム原子時計の出力信号間の時間差測定の高精度化

を行った。その結果、デュアルミキサー時間差測定法

（DMTD 法）による装置を完成させ運用を開始し目

標を達成した。 

 

【平成25年度計画】 

・高温槽を導入して、150℃までの温度範囲拡張を実施

することにより、計画より1年前倒しで150℃までの温

度範囲における品質システムを確立する。新たな候補

物質に関する PVT 性質・音速の測定を継続して実施

する。 

【平成25年度実績】 

・シングルシンカー式の磁気浮上密度計に対し、真空断

熱式の恒温槽を導入し、150℃までの温度制御を可能

にした。同温度範囲までの PVT 性質の品質システム

を作成し、範囲拡張を達成した。また、混合物を含む

代替冷媒候補物質に関する測定を実施した。 

 

【平成25年度計画】 

・任意周波数ホーンアンテナ利得及びパターン標準につ

いて5.8GHz～18GHz 帯3バンドの任意周波数に対応

した校正システムの開発を進める。50GHz～110GHz
帯の散乱断面積（RCS）標準では、75GHz～110GHz
帯の標準ターゲット評価技術の開発を進める。 

【平成25年度実績】 

・任意周波数ホーンアンテナ利得及びパターン標準につ

いて、18GHz～26.5GHz 帯の任意周波数に対応した

ホーンアンテナ利得標準の早期供給に対する校正事業

者からの要望があり、5.8GHz～18GHz 帯の計画を先

送りし、優先して校正システムを整備し標準供給を開

始した。50GHz～110GHz 帯の散乱断面積（RCS）
標準では、75GHz～110GHz 帯の標準ターゲット評価

のためのミリ波帯高感度受信システムを構築した。 

 

【平成25年度計画】 

・分光全放射束標準の校正技術、不確かさ評価技術の開

発を完了させる。紫外域での高強度 LED 全放射束標

準確立に向けた光源及び光学系の整備・最適化を進め

る。 

【平成25年度実績】 

・分光全放射束標準に関しては、具現時に用いる配光測

定装置用マルチチャンネル型分光器の応答直線性・ス

リット関数評価、供給時に用いる分光式球形光束計の

内面応答度分布の評価、エージング・安定性・再現性

評価等による仲介用電球選別と充分な本数確保（30本

以上）を行い、校正技術の開発・不確かさ評価を完了

させた。紫外域での高強度 LED 全放射束標準に関し

ては、絶対測定に必要なアパーチャ面積についての検

討と不確かさ評価、UV-LED の放射照度および放射

束の測定、点灯安定性評価等を行い、光源及び光学系

の整備・最適化を進めた。 

 

１-(1)-③ バイオマス資源の利用技術に資する計量標

準 

【第3期中期計画】 

・バイオガソリン、バイオディーゼル等、バイオマス資

源の品質管理、成分分析、安定性評価等利用技術に必

要となる標準物質について、新たに5種類開発、整備

し、供給を開始する。 

 

【平成25年度計画】 

・平成26年度における、流量の下限の0.00005m3/h への

引き下げに向けて、石油微小流量の標準設備を開発し、

性能確認および不確かさ解析を進める。 

【平成25年度実績】 

・石油微小流量の標準設備を製作し、H25年度計画で目

標とする流量の下限の0.00005m3/h において、流量並

びに液温が安定な状態で動作することを確認し、不確

かさ解析に必要なデータの取得に着手した。平成26年

度における、流量の下限の0.00005m3/h への引き下げ

に向けて準備が整った。 

 

【平成25年度計画】 

・数種類のバイオディーゼル試料について密閉環境下の

密度測定と精度評価を行う。バイオディーゼルは酸

化・吸湿等の影響を受けやすいため、密度測定の再現

性を確認することで、グローブボックス内の雰囲気が

安定な密度測定に十分なレベルかどうかを検証する。



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1197) 

粘度についてはバイオディーゼル試料に対して現行校

正装置を用いた測定と精度評価を実施し校正システム

を構築する。以上により、バイオ燃料認証標準物質の

開発予定に沿った密度・粘度校正値付与のための校正

システム整備完了を目指す。 

【平成25年度実績】 

・バイオディーゼル（FAME）の密度測定では、露点

温度-20℃以下、酸素濃度0.1%以下に制御したグロー

ブボックス内において1 ppm 以下の再現性が得られ

た。SI トレーサブルな密度標準液で校正した振動式

密度計により、不確かさ100ppm 以下で密度の値付け

を実現した。粘度については FAME 試料に対して現

行校正装置を用いた試験測定と不確かさ評価を行い校

正システムを構築した。以上により、バイオ燃料のた

めの密度・粘度校正システム整備を完了し、その品質

システムを確立した。 

 

【平成25年度計画】 

・水分分析用標準物質およびバイオディーゼル燃料標準

物質について、認証のための分析方法の確立を行う。

また、燃料の品質管理などを目的とした分析において

測定機器の校正・精度管理に必要となる標準物質を1

種類1物質開発し、関連する品質システムの技術部分

を構築する。 

【平成25年度実績】 

・燃料の品質管理などを目的とした分析において測定機

器の校正・精度管理に必要となる、水分分析用標準物

質1種類1物質の認証を行い、関連する品質システムの

技術部分を構築した。また、既存認証標準物質の安定

性を評価し、維持、管理を行うとともに、ピアレビュ

ーを受けた。バイオディーゼル燃料標準物質について

は原料を入手し、認証のための分析方法の確立を行う

とともに、IAWG において関連する国際比較1件を提

案した。 

  

１-(1)-④ 資源再利用システムの信頼性評価に資する

計量標準 

【第3期中期計画】 

・電気・電子機器の廃棄及び製品のリサイクル並びにこ

れらに係る規制・指令（REACH 規制、WEEE 指令

等）に対応するため、資源再利用システムの信頼性を

評価、分析する上で必要となる標準物質について、新

たに2種類開発、整備し、供給を開始する。 

 

【平成25年度計画】 

・RoHS 指令等の規制に対応する標準物質の特性値決定

のための技術開発を進め、平成25年度には2種類3物質

について標準物質を開発する。 

【平成25年度実績】 

・RoHS 指令等の規制に対応する標準物質の特性値決定

のための技術開発を進め、2種類3物質（有機ふっ素化

合物分析用 ABS 樹脂標準物質、有機ふっ素化合物分

析用生物組織標準物質、臭素分析用 PP 樹脂ペレット

標準物質）について標準物質を開発した。また、臭素

系難燃剤含有ポリスチレン標準物質（NMIJ CRM 

8108-b）の有効期限延長を行った。 

 

１-(2) ライフ・イノベーションの実現を支える計量標

準の整備 

【第3期中期計画】 

・ライフ・イノベーションの推進に必要な計量標準の早

急な開発、整備を行い、供給を開始する。具体的には、

先進医療機器の開発、標準化に資する計量標準及び予

防を重視する健康づくりに不可欠な臨床検査にかかわ

る計量標準の開発、整備を行い、供給を開始する。ま

た、生活に直結する食品の安全性や生活環境の健全性

確保に資するため、食品分析にかかわる計量標準、有

害化学物質の分析にかかわる計量標準の開発、整備を

行い、供給を開始する。 

 

１-(2)-① 医療の信頼性確保に資する計量標準 

【第3期中期計画】 

・医療の信頼性確保のため、超音波診断装置、放射線治

療機器等の先進医療機器の開発、利用に必要な超音波

標準、放射線標準等について、新たに4種類の標準を

開発、整備し、供給を開始する。また、医療現場にお

ける医療診断、臨床検査に不可欠な標準物質について、

新たに4種類開発、整備し、供給を開始する。 

 

【平成25年度計画】 

・小口径平面振動子を音源とする光干渉法による

40MHz までのハイドロホン感度校正装置については、

測定の妥当性及び不確かさを評価して、校正システム

を完成させる。カロリメトリ法については、水槽の熱

損失を更に低減し、不確かさを評価した上で、100W
までの超音波パワー校正装置を完成させる。 

【平成25年度実績】 

・光干渉法による40MHz までのハイドロホン感度校正

装置は、感度校正値を他国 NMI および20MHz まで

の現有校正装置と比較して測定の妥当性を確認した。

さらに不確かさを評価し、校正システムを完成させた。

カロリメトリ法による100W までの超音波パワー校正

については、水槽の外側を断熱材で覆い、熱損失を低

減させた結果、良好な再現性が得られた。また、超音

波パワー校正の不確かさ評価を終え、校正装置を完成

させた。 

 

【平成25年度計画】 

・医療用リニアックからの高エネルギーX 線について、

不確かさの評価を行い、水吸収線量標準を確立する。
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さらに、国際比較を実施する。マンモグラフィ X 線

標準は、W/Rh、W/Ag の線質について標準を確立す

る。治療用密封小線源標準については、Ru-106小線

源からのβ線水吸収線量を評価する標準器を完成させ、

線量の不確かさの評価を行う。また、Ir-192小線源に

ついては、線量測定を行い、線量の不確かさ評価を行

う。 

【平成25年度実績】 

・医療用リニアックからの高エネルギーX 線について、

不確かさの評価を行い、水吸収線量標準を確立し、国

際比較を実施した。マンモグラフィ X 線標準は、

W/Rh、W/Ag、W/Al の線質について標準を確立した。

治療用密封小線源標準については、Ru-106小線源か

らのβ線水吸収線量を評価する標準器を完成させ、線

量の不確かさの評価を行った。また、Ir-192小線源に

ついては、線量測定を行い、線量の不確かさ評価を行

った。 

 

【平成25年度計画】 

・医療現場における医療診断、臨床検査に不可欠な標準

物質について、引き続き4種類の開発に取り組む。平

成25年度はこのうち1種類について1物質以上の標準物

質を開発する。また、これまでに開発した標準物質の

適切な維持管理を行う。 

【平成25年度実績】 

・医療現場における医療診断、臨床検査に不可欠な標準

物質について、引き続き4種類の開発に取り組み、1種

類について2物質（アミノ酸標準物質：メチオニン、

シスチン）を開発した。これまでに開発した標準物質

の維持管理を適切に行った。 

 

１-(2)-② 食品の安全性確保に資する標準物質 

【第3期中期計画】 

・食品の安全性確保及び食品に係る各種法規制、国際規

格（食品衛生法、薬事法、米国 FDA 規制、国際食品

規格（コーデックス規格）等）に対応するため、基準

検査項目の分析に必要となる標準物質について、新た

に4種類開発、整備し、供給を開始する。 

 

【平成25年度計画】 

・食品の安全性確保及び食品に係る各種法規制、国際規

格に対応した、基準検査項目の分析に必要となる標準

物質について、平成25年度には1種類1物質を開発し、

品質システムの技術部分を構築する。また、既存認証

標準物質の安定性を評価し、適切な維持、管理と供給

を行うとともに、開発済みの標準物質に関し、ピアレ

ビューを受ける。さらに、玄米中の微量元素分析に関

する技能試験（3年計画の2年目）および玄米中の残留

農薬分析に関する技能試験を企画・実施する。 

【平成25年度実績】 

・食品の安全性確保及び食品に係る各種法規制、国際規

格に対応した、基準検査項目の分析に必要となる標準

物質について、1種類1物質（ひ素化合物・微量元素分

析用玄米粉末標準物質）を開発し、品質システムの技

術部分を構築した。また、既存認証標準物質の安定性

を評価し、適切な維持、管理と供給を行うとともに、

開発済みの標準物質に関し、ピアレビューを受けた。

玄米中の微量元素分析に関する技能試験（国内および

タイ）および玄米中の残留農薬分析に関する技能試験

を各々企画・実施した。 

 

１-(2)-③ 生活環境の健全性確保に資する計量標準 

【第3期中期計画】 

・国民の生活環境の健全性を確保するため、大気汚染ガ

ス、地球温暖化ガス、有害ガス等の分析、評価、測定

等に必要となる標準物質について、新たに9種類開発、

整備し、供給を開始する。 

 

【平成25年度計画】 

・環境分析や品質管理においてトレーサビリティ源とし

て用いられる標準物質を、平成25年度には2種類2物質

開発する。 

【平成25年度実績】 

・環境分析や品質管理においてトレーサビリティ源とし

て用いられる、新規標準物質を2種類2物質以上（高純

度化合物トリス（ヒドロキシメチル）アミノメタン及

び複数の元素標準液）を開発した。 

 

【平成25年度計画】 

・既存認証標準物質の安定性を評価し、適切な維持、管

理と供給を行う。安定性試験の結果に基づき1種以上

の物質の期限延長を行う。VOC 及び定量 NMR 用の

新規の認証標準物質、2種類以上を開発する。関連す

る国際比較に積極的に参加し、CMC（国際度量衡局

が行っている各計量研の分析能力の登録）の登録を目

指す。新規の標準ガスの校正に関する準備を引き続き

行う。 

【平成25年度実績】 

・既存認証標準物質の安定性を評価し、適切な維持、管

理と供給を行った。安定性試験に基づき1物質（cis-
1,2-ジクロロエチレン）の有効期限を延長した。

VOC（1,4-ジオキサン及び MTBE）、定量 NMR 用

（3,5-ビストリフルオロメチル安息香酸）、低濃度酸

素標準ガスの3種類4物質の認証標準物質を開発した。

定量 NMR に関する国際比較（CCQM-P150）を主催

し、2件の CMC（高純度エタノール及びトルエン）

を登録した。新規校正サービス（1種類1物質：NF3標
準ガス（校正））を開始した。 
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１-(3) 産業の国際展開を支える計量標準の整備 

【第3期中期計画】 

・我が国産業の国際通商を円滑に実施するために必要な

国際規格、法規制に対応する計量標準の開発、整備を

行い、供給を開始する。特に、移動体通信機器の電磁

波規制にかかわる計量標準を重点的に整備する。また、

ナノデバイス、ナノ材料やロボット分野において、我

が国産業の国際競争力を支援し、国際的な市場展開を

支える基盤的計量標準の開発、整備を行い、供給を開

始する。 

 

１-(3)-① 国際通商を支援する計量標準 

【第3期中期計画】 

・我が国産業の国際通商を支援するため、電磁波不干渉

性及び耐性（EMC）規制等の国際規格、法規制に対

応する計量標準について、新たに10種類開発、整備し、

供給を開始する。 

 

【平成25年度計画】 

・高周波電力標準に関し、75GHz～110GHz 帯（WR10

型導波管）を整備し、標準供給を開始する。高周波イ

ンピーダンス標準に関し、ミリ波同軸および導波管線

路の周波数範囲を拡張する。導波管減衰量標準では、

75GHz～110GHz 帯への拡張開発を継続して進める。

電磁界強度標準（ホーン、GTEM セル）について新

電波暗室の整備と設備の移設を進め校正システムの基

本性能評価を行う。 

【平成25年度実績】 

・高周波電力標準に関し、関係機関より110GHz～
170GHz 帯の法規制に対応した標準の要望があり、

75GHz～110GHz 帯の計画を先送りし、優先して供給

を開始した。高周波インピーダンス標準では、ミリ波

同軸の整備が完了し、導波管線路については周波数拡

張のための参照標準器を新たに開発し不確かさ評価を

開始した。導波管減衰量標準では、75GHz～110GHz
帯の校正システムを新たに構築した。電磁界強度標準

では新電波暗室の整備と設備の移設を行い、標準電界

発生と電波遮蔽の基本性能評価を完了した。 

 

 

１-(3)-② ナノデバイス、ナノ材料の開発と利用に資

する計量標準 

【第3期中期計画】 

・ナノデバイス、ナノ材料の技術開発と利用に資する計

量標準として、ナノスケールの半導体デバイス製造に

不可欠な線幅標準、ナノ粒子の機能及び特性評価やナ

ノ粒子生産現場の環境モニタリングのための粒径標準、

ナノ機能材料の分析、評価に必要な標準物質等につい

て、新たに10種類の標準を開発、整備し、供給を開始

する。 

【平成25年度計画】 

・パターン線幅の校正の不確かさを評価するとともに国

際比較への参加などを通して技術の妥当性の検証を行

う。ナノメートル粗さの各種測定法に対応できる校正

技術の開発を進める。X 線 CT を用いた寸法計測の精

度低下要因を整理し、補正可能かどうかを検討する。

角度測定を利用した表面形状計測技術の最適化を進め、

標準供給を視野に入れた不確かさ評価を進める。 

【平成25年度実績】 

・パターン線幅については AFM 探針先端形状の評価作

業を進めると共に校正手順の最適化を行い、国際比較

の準備を完了した。AFM を用いた表面粗さ測定の

JIS R1683に整合した手順の検討を行い、測長 AFM
を適用した場合の不確かさ見積り作業を進めた。X 線

CT による寸法計測技術の開発では経産省委託事業の

受託および JIS B7442制定を達成し、倍率誤差の解析

および補正技術の検討を行ない10um 以下の測定誤差

となる効果を実験的に検証した。角度測定を利用した

表面形状計測技術の開発では、最適化及び不確かさの

評価を行い、10nm 以下の測定不確かさを達成した。 

 

【平成25年度計画】 

・拡散管方式低濃度水分発生装置で用いる磁気吊下天秤

の質量減少速度測定能力の評価を行う。希釈・流量測

定制御装置の整備と流量制御の安定性評価を行う。簡

易型拡散管方式微量水分発生装置の性能評価をすすめ

る。プロトタイプレーザー分光システムの整備をすす

める。 

【平成25年度実績】 

・磁気吊下天秤の調整及び制御法を改善したことで、質

量減少速度の安定的な測定が短期的には可能となった。

希釈・流量測定制御装置の制御法を改善したことで、

流量測定制御の短期的な安定性確保が可能となった。

簡易型拡散管方式微量水分発生装置の評価を行い

10ppb～10ppm の範囲の微量水分発生が可能であるこ

とを確認した。プロトタイプレーザー分光システムを

用いて10ppb レベルの窒素中微量水分の測定が可能で

あることを確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・粒径分布幅標準の開発のため、実際の電気移動度分析

器によって得られる実験スペクトルから、応答関数の

非理想性を考慮して、粒径均一性が高い粒子の粒径分

布標準偏差を計算する方法を開発する。この方法を

30nm から200nm のポリスチレンラテックス粒子に適

用し、応答関数形状の違いを原因とする、粒径分布幅

決定値の不確かさの大きさを評価する。 

【平成25年度実績】 

・応答関数の非理想性を考慮した粒径分布標準偏差決定

法を開発した。粒径30nm～300nm においては、粒径
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分布標準偏差の相対標準不確かさが1%以下であるこ

とを確認した。 

 

【平成25年度計画】 

・ナノ機能材料の分析、評価に必要な4種類の標準物質

等のうち、残り3種類の標準物質等の開発を継続する。

平成25年度は3種類3物質の開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・ナノ機能材料の分析、評価に必要な3種類3物質の開発

を行い、デルタ層標準物質、陽電子寿命による空孔欠

陥測定用シリコン、ポリエチレングリコール単一重合

体の開発に成功した。更にナノ材料の安全性試験に用

いることができる、ISO のガイドに準拠した酸化チ

タン標準物質を開発した。 

 

１-(3)-③ ロボットシステム利用の安全性確保に資す

る計量標準 

【第3期中期計画】 

・ロボットシステム利用における安全性確保に資するた

め、機能安全設計の信頼性向上に必要な力学標準、振

動標準等について、新たに3種類の標準を開発、整備

し、供給を開始する。 

 

【平成25年度計画】 

・ロボットに使用される各種モータの出力トルクを試験、

検査する計測評価装置と評価方法の開発に向け、平成

24年度に行ったトルク範囲の調査に加えて既存のモー

タ試験装置の応答性などの性能や用途について現状調

査を行う。 

【平成25年度実績】 

・既存のモータ試験装置の応答性などについて現状調査

を行い、ロボット用モータの出力トルク試験に用いる

モータ試験装置では10Hz 程度までの応答を評価する

必要があることを明らかにした。 

 

【平成25年度計画】 

・衝撃加速度標準については、電荷感度の不確かさ評価

を行い、品質システムの技術的部分の構築を完了する。

角振動標準については、試作した校正装置の改良と不

確かさ評価を行う。また具体的な産業界への標準供給

方法について検討する。 

【平成25年度実績】 

・衝撃加速度標準については、ピーク加速度を50m/s2～

10000m/s2に拡張して、加速度計の電圧感度校正、及

び加速度ピックアップの電荷感度校正に関する不確か

さ評価を行い、品質システムの技術的部分の構築を完

了した。角振動標準については、試作した校正装置の

回転テーブル部分の改良を行い、0.01%以下程度まで

の回転速度変動率を達成すると共に、不確かさ評価を

行った。さらに、産業界への具体的な標準供給方法と

なる新規の仲介標準器の開発を行った。 

 

２．国家計量標準の高度化 

【第3期中期計画】 

・国家計量標準を確実に維持、供給するために必要な国

際比較への参加、品質システムの構築を行う。同時に、

ニーズに即した範囲の拡大や不確かさ低減等の高度化

を、計量標準に関する整備計画に即して行う。また、

産総研の校正技術の校正事業者への技術移転を進め、

校正事業者が供給する校正範囲の拡張を進めると同時

に、校正事業者の校正能力を確保するための認定審査

を技術面から支援する。さらに、産業現場まで計量ト

レーサビリティを普及する校正技術の開発や、トレー

サビリティ体系の合理化を行うことで、校正コストの

低減や利便性の向上を実現する。国家計量標準の供給

体制について選択と集中や合理化の視点から見直しを

行い、計量標準政策への提言としてまとめる。計量標

準に関する整備計画の改訂に必要な調査と分析を行い、

策定した整備計画についての情報発信を行う。 

 

２-(1) 国家計量標準の維持、供給 

【第3期中期計画】 

・国家計量標準を維持管理し、JCSS（計量法に基づく

校正事業者登録制度）や依頼試験に基づく校正サービ

ス、標準物質等の供給を行う。また、ISO/IEC17025

等校正業務の管理に関する国際規格に適合する品質シ

ステムを構築、運用し、品質システムに則した標準供

給 を 行 う 。 国 際 相 互 承 認 に 係 る 技 術 能 力

（ Calibration and Measurement Capability: 
CMC）の登録の維持、追加申請（国際基準への適合

性確保）に必要となるピアレビューを実施し、国際比

較（基幹比較、補完比較、多国間比較、二国間比較

等）へ参加する。 

  

２-(1)-① 国家計量標準の維持、供給 

【第3期中期計画】 

・国家計量標準を維持管理し、JCSS（計量法に基づく

校正事業者登録制度）や依頼試験に基づく校正サービ

ス、標準物質等の供給を行う。また、ISO/IEC17025

等校正業務の管理に関する国際規格に適合する品質シ

ステムを構築、運用し、品質システムに則した標準供

給 を 行 う 。 国 際 相 互 承 認 に 係 る 技 術 能 力

（ Calibration and Measurement Capability: 
CMC）の登録の維持、追加申請（国際基準への適合

性確保）に必要となるピアレビューを実施し、国際比

較（基幹比較、補完比較、多国間比較、二国間比較

等）へ参加する。 

 

【平成25年度計画】 

・ISO/IEC 17025に適合するマネジメントシステムのも
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と、国家計量標準を維持し、校正サービスを実施する。

また、ISO/IEC 17025および ISO Guide 34に適合し

た標準物質の供給を行う。また、校正サービス、標準

物質のうち、主要な品目に関して、国際相互承認に係

る CMC（校正測定能力）登録を維持するとともに、

必要な追加申請を行う。国際相互承認登録のため、ピ

アレビューおよび品質管理システムに関する認定審査

を受けるとともに、必要な国際比較に参加する。 

【平成25年度実績】 

・ISO/IEC 17025に適合する品質管理システムのもと、

国家計量標準を維持し、校正サービスを実施するとと

もに、ISO/IEC 17025および ISO Guide 34に適合し

た標準物質の供給を行った。既存の国際相互承認に係

る CMC（校正測定能力）登録に加え、追加申請を行

うため、化学分野、質量及び関連量分野、放射線分野、

長さ分野においてピアレビューおよび品質管理システ

ムに関する認定審査を受けた。また、新たに19件の必

要な国際比較に参加した。 

 

２-(2) 国家計量標準の高度化、合理化 

【第3期中期計画】 

・より高度な技術ニーズや社会ニーズに対応するため、

供給を開始した計量標準の高度化、合理化を進める。

特に、省エネルギー技術の推進、産業現場計測器の信

頼性確保及び中小企業の技術開発力の向上を支援する

計量標準について、供給範囲の拡張、不確かさの低減

等の高度化を行うとともに技術移転等による供給体系

の合理化を行う。 

  

２-(2)-① 省エネルギー技術の利用を支援する計量標

準 

【第3期中期計画】 

・省エネルギー機器の開発と利用の推進に不可欠な計量

標準として、12種類の標準について、供給範囲の拡張、

技術移転等を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・高性能小型モータの開発と省エネに必要なさらに小容

量のトルクメータ（0.01N･m～10N･m）を校正する

ための試験装置の開発に着手する。標準ガス流量導入

装置の実用化、及び、有機 EL 用水蒸気バリア膜の性

能評価に標準コンダクタンスエレメントを用いること

の有効性を実証する。また、標準リーク校正システム

を用いた大気中への標準リークの経時変化や圧力依存

性などの諸特性を評価する。 

【平成25年度実績】 

・小容量のトルクメータについては、校正装置のトルク

負荷機構部を試作しその感度を評価して、0.01N･m
までの基準となる小トルクを発生できることを確認し

た。標準ガス流量導入装置については、表面からのガ

ス放出量を校正できる装置を製品化し実用化した。標

準コンダクタンスエレメントを使った新たな方法で有

機 EL 用水蒸気バリア膜を評価し、従来法よりも小さ

なガス透過度を測定できることからその有効性を実証

した。標準リーク校正システムについては、大気中で

の標準リークの安定性が0.15%であり、その圧力依存

性が10%以下であることを評価した。 

 

【平成25年度計画】 

・商用電源周波数の50次高調波に対応するため、交流シ

ャント標準の周波数範囲を5A/3kHz まで拡張する。

また、電流範囲も標準供給の要望のある1A/1kHz へ

拡張を行い、不確かさ評価方法を確立する。高調波電

力については、50次高調波から100次高調波への拡張

に向け継続して開発を進める。 

【平成25年度実績】 

・交流シャント標準について、評価装置を5A/3kHz に

拡張した。シャント抵抗の周波数特性評価および電流

特性評価を行い、校正範囲を1A（45Hz-1kHz)へ拡張

し、標準供給を開始した。高調波電力については、50

次高調波から100次高調波への拡張に向け、構成要素

である誘導分圧器の周波数特性について100次高調波

の周波数帯域まで評価し、高調波電圧測定の誤差補正

に利用した。 

 

【平成25年度計画】 

・1064nm における二次元光検出器の感度校正設備の評

価を完了させ、標準供給体制を確立する。800nm 帯

高出力 LD コリメート光に対する光パワーメータの感

度校正技術を確立する。1310nm 帯および1550nm 帯

（広帯域）における光ファイバパワーメータ校正、な

らびに同波長帯域内の校正係数波長特性試験方法を確

立する。分光拡散反射率標準（赤外域）の校正技術、

不確かさ評価技術の開発を完了させる。併せて、照度

応答度の不確かさ低減に関する技術開発を完了させる。 

【平成25年度実績】 

・1064nm での二次元検出器応答度評価方法を構築し標

準供給体制を確立した。800nm 帯高出力 LD に対す

る標準器評価方法等を構築し光パワーメータ感度校正

技術を確立した。カロリメータ吸収体反射率の入射波

長一様性を評価し1310nm・1550nm 帯パワーメータ

校正・校正係数波長依存性試験方法を確立した。分光

拡散反射率標準（赤外域）用の装置開発や校正器物評

価を行い、校正技術を確立し不確かさ評価を完了した。

照度応答度関連開発については校正不確かさ向上に不

可欠なアパーチャ作製を完了させた。 

 

【平成25年度計画】 

・供給範囲拡張として、20K～300K での新たな熱膨張

率測定用の認証標準物質を開発する。供給範囲拡張と
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して、熱拡散率依頼試験における被校正対象の材質の

拡張を行う。 

【平成25年度実績】 

・供給範囲拡張として、20K～300K での新たな熱膨張

率測定用の標準物質（高純度銅）を開発した。供給範

囲拡張として、熱拡散率依頼試験における被校正対象

の材質として黒色セラミックスを追加した。 

 

２-(2)-② 産業現場計測器の信頼性確保に資する計量

標準 

【第3期中期計画】 

・産業現場計測器の信頼性を確保するため、品質管理、

認証、認定等に必要となる計量標準として、50種類の

標準について供給範囲の拡張、技術移転等を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・固体屈折率標準では、前年度に開始した標準供給体制

を維持する。二次元グリッド校正では、校正技術の開

発を推進するとともに、不確かさ要因の検討、解析を

行う。 

【平成25年度実績】 

・固体屈折率では、前年度に開始した標準供給体制を維

持した。二次元グリッド校正及びパターン真円度校正

では、関係企業のニーズ情報の更新に基づいた校正仕

様の更新を行ないつつ校正技術の開発を進め、主要な

不確かさ要因の低減に関する検討を行なった。 

 

【平成25年度計画】 

・平成24年度末に開始した APMP 域内における GPS
受信機のキャリブレーション・トリップを実施すると

ともに、時間周波数分野の基本である「秒」の定義が

マイクロ波から光の領域へと研究される状況に呼応し、

周波数比較システムの高精度化を行う。比較手段とし

ては GPS 衛星、通信衛星、光ファイバ、宇宙時計

（ACES）等があり、それぞれにおいて17桁オーダの

比較精度を目指して基本検討とシステム実験を行う。 

【平成25年度実績】 

・「秒」の再定義の有力候補である光格子時計の周波数

比較システムの検討とシステム実験を行った。GPS
衛星を用いた比較システムに関しては、APMP 域内

の韓国（KRISS）との間で15桁オーダで周波数比較

ができることを示した。通信衛星、宇宙時計

（ACES）に関しては、他機関（NICT 等）と共同研

究契約を締結して国際間比較に向けて技術検討を開始

した。光ファイバに関しては、位相補償システム（光

キャリア法）の検討を行い室内実験（光ファイバ長：

90km）の結果17桁オーダの比較精度を得た。 

 

【平成25年度計画】 

・校正対象となる高精度な参照用トルクレンチ（0.1N･

m～10N･m）を試作し、その性能評価を行う。気体

絶対圧力標準（10Pa～10kPa）の不確かさを低減さ

せるために、周囲圧力制御型の圧力天びんを新たに開

発する。高真空標準については、引き続き、共同研究

等を通して、計測技術の普及に努める。 

【平成25年度実績】 

・校正対象とする高精度参照用トルクレンチを試作して

性能評価を行い、0.1N･m～10N･m のトルク範囲で

参照用トルクレンチの校正が可能であることを確認し

た。気体絶対圧力標準（10Pa～10kPa）の不確かさ

を低減させるために、分銅を真空中で加除できる機構

を組み込んだ圧力天びんを開発し、1Pa よりもよい圧

力安定性が得られることを確認した。高真空標準につ

いては共同研究を実施し、開発した真空計測技術がク

ライオ真空ポンプの性能試験に利用できることを実証

し、学会発表を通じてその計測技術を普及させた。 

 

【平成25年度計画】 

・20Hz～20kHz の WS3形マイクロホンの自由音場感度

校正については、品質システムを構築する。基準音源

の音響パワーレベル校正については、校正システムの

開発を継続する。ロックウェル硬さ B スケール標準

に対して不確かさ評価のための基礎的データ収集を継

続的に進める。ロックウェル硬さ C スケールのダイ

ヤモンド圧子形状の直接検証について、分解能向上の

検討を進める。カロリメトリ法による100W までの超

音波パワー標準を完成させる。相互校正法による

100kHz～1MHz のハイドロホン感度の不確かさを評

価し、校正システムを完成させる。 

【平成25年度実績】 

・WS3形マイクロホン校正は、プリアンプ製作に時間

を要し品質システム構築には至らなかったが、高精度

化を達成した。基準音源の校正は、不確かさ評価を開

始した。ロックウェル硬さ B スケール標準は、鋼球

圧子と超硬球圧子使用時の硬さデータを収集し、不確

かさ評価を行った。ロックウェル硬さ C スケールの

圧子形状測定について1nm の分解能を達成した。カ

ロリメトリ法による超音波パワー校正は水温計測等、

相互校正法によるハイドロホン感度校正は振動子の相

反性等の不確かさ評価を終え、校正システムを完成さ

せた。 

 

【平成25年度計画】 

・高周波インピーダンス標準について、同軸3.5mm の

周波数範囲を拡張する。アンテナ係数（超広帯域アン

テナ標準）について、30 MHz～1 GHz 帯、および1 

GHz～18 GHz 帯の周波数の拡張開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・高周波インピーダンス標準は、PC3.5同軸の30kHz～
1GHz への周波数範囲の拡張のため、新たな参照標準
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器を開発し精度評価を完了して、標準供給を開始した。

アンテナ係数では、30MHz～1GHz 帯の広帯域アン

テナ送受信システムを構築し、アンテナ係数の不確か

さ評価を開始した。1GHz～18GHz 帯については、

EMC 規格準拠に必要な6GHz までが既に整備済みで

あるが、6GHz～18GHz 帯は国内 EMC 規格が策定中

であり規格の整備を待って供給開始とするため計画を

先送りした。 

 

【平成25年度計画】 

・光パワーメータの応答直線性校正の波長範囲拡張に向

けた校正技術開発を行う。高速・高感度検出が可能な

広波長帯域常温動作熱型光パワー標準器の開発を行う。

分光放射照度（紫外）の短波長域への校正範囲拡張に

向けた光学系整備・スループット最適化、分光応答度

（紫外、可視、近赤外）の校正範囲拡張（オーバーフ

ィル条件）に向けた光学系整備・ビーム均整度改善を

進める。 

【平成25年度実績】 

・光パワーメータ応答直線性校正の波長範囲拡張に関し

て、データ収集と理論との比較、不確かさ評価法の検

討等を進めた。高速・高感度検出が可能な広波長帯域

常温動作熱型光パワー標準器に関して、センサ部評

価・設計最適化、ノイズ検討等を進め、標準器試作と

特性評価を行った。分光放射照度（紫外）の短波長域

への校正範囲拡張に向けた校正装置前置光学系のスル

ープット最適化、分光応答度(紫外、可視、近赤外)の

校正範囲拡張（オーバーフィル条件）に向けた光ホモ

ジナイザ評価と改良による光学系整備・ビーム均整度

改善を進めた。 

 

【平成25年度計画】 

・線量当量標準の開発に向け、中硬 X 線領域の線量当

量標準の不確かさの評価を行う。低線量率γ線の線量

標準を構築するための装置開発を行う。低レベル放射

能測定の技能試験に用いることが出来る、放射性セシ

ウムを含む魚の認証標準物質を開発する。カリホルニ

ウム線源を用いた連続スペクトル中性子フルエンス標

準（重水減速）の供給を開始するとともに、高エネル

ギー中性子フルエンス標準の開発を行う。 

【平成25年度実績】 

・線量当量標準の開発に向け、中硬 X 線領域の線量当

量標準の不確かさの評価を行った。低線量率γ線の線

量標準を構築するための装置開発を行い、標準供給を

開始した。低レベル放射能測定の技能試験に用いるこ

とが出来る、放射性セシウムを含む魚試料の標準物質

開発を行った。カリホルニウム線源を用いた連続スペ

クトル中性子フルエンス標準（重水減速）の供給を開

始するとともに、高エネルギー中性子フルエンス標準

の絶対測定手法を開発した。 

【平成25年度計画】 

・校正対象を白金コバルト抵抗温度計に拡大するととも

に、極低温抵抗温度計標準供給の立ち上げに必要なヘ

リウム3融解圧の測定を行う。1492℃の共晶点セルを

用いて高温用熱電対を校正する依頼試験を開始する。

高温領域の放射温度では、SI トレーサブルな光検出

器を上位標準とした、放射温度計の絶対感度校正シス

テムの不確かさの低減を図る。 

【平成25年度実績】 

・校正対象を白金コバルト抵抗温度計に拡大し、極低温

抵抗温度計標準供給の立ち上げに必要なヘリウム3融

解圧の測定を行った。1492℃の共晶点セルを用いて白

金パラジウム熱電対を校正する依頼試験の開始を予定

していたが、第2期計量標準整備計画に1600℃までの

R 熱電対校正が盛り込まれたことを受けて計画を見直

し、必要となる1324℃R 熱電対校正を開始した。放射

温度計の絶対感度校正システムにおける不確かさを低

減した。 

 

【平成25年度計画】 

・気中粒子数濃度の校正において、これまで校正可能範

囲外であった0.5から10マイクロメートルの範囲にお

いて、インクジェット技術を利用した粒子発生器型標

準を利用する校正の不確かさ評価を行う。これにもと

づき、光散乱式粒子計数器を校正対象として、この粒

径範囲における校正可能性を実証する。 

【平成25年度実績】 

・インクジェット技術を利用した発生器型気中粒子数濃

度標準について粒径範囲0.5µm～10µm での不確かさ

評価を行った。その結果、粒径範囲0.5µm～5µm で

は、発生器出口の粒子数濃度の相対標準不確かさが

5%以下であり、光散乱式凝縮粒子計数器に対し十分

な精度の校正が可能なことを確認した。 

 

２-(2)-③ 中小企業の技術開発力向上に資する計量標

準 

【第3期中期計画】 

・中小企業の技術開発力の向上に不可欠な計量標準とし

て、9種類の標準について、供給範囲の拡張、技術移

転等を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・7.2V パッケージを完成させる。分圧器の設計を終了

し、プロトタイプの作製・基本特性評価を行う。抵抗

の二次標準機に関しては10Ωを商品化する。1kΩの

評価を引き続き行う。交流電圧計の標準では、不確か

さの評価を行い電圧 実効値1V の交流電圧計標準を完

成させる。 

【平成25年度実績】 

・7.2V の基本部分が完成し、温度係数等の評価を行っ
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た。電圧が極めて安定なため、小型にもかかわらず既

存市販品と同等の性能を示した。得られた温度係数等

のデータから、必要な断熱性能への指針が得られ、パ

ッケージ作製の目処が立った。共同研究先の方針で、

パッケージをより安定化させる開発を優先させ、分圧

器の設計・開発は来年度以降とした。10Ω抵抗器の商

品化が完了し、共同研究先から販売が開始された。交

流電圧計の標準では、既存校正システムの電圧範囲を

拡大し実効値1V の交流電圧計標準を完成させた。 

 

【平成25年度計画】 

・同軸高周波減衰量標準について、40GHz～50GHz 帯

の拡張開発を進める。テラヘルツ帯標準に関して時間

領域分光測定方式の精度評価技術の開発を進める。微

小アンテナ係数（ループアンテナ標準）に関し、

9kHz～30MHz の周波数範囲における校正周波数点数

を拡張することにより標準を供給する。 

【平成25年度実績】 

・同軸高周波減衰量標準に関し、高周波受信システムの

改良を行い、40GHz～50GHz 帯拡張を完了した。テ

ラヘルツ帯標準に関し、時間領域分光測定方式の精度

評価のため、線形性評価デバイスの新規開発、テラヘ

ルツ帯電力センサのプロトタイプ開発を行った。微小

アンテナ係数に関し、9kHz～30MHz 帯の校正周波数

点数拡張のため、LF 伝送測定システムの改良と拡張

に伴う不確かさの再評価を行ったが、並行して国際比

較を進めており、その結果に基づいて標準供給を開始

するため計画を H26年度に先送りした。 

 

２-(3) 計量標準政策に関する調査と技術支援 

【第3期中期計画】 

・我が国の計量関係団体、機関への参画や、計量標準総

合センター（NMIJ）計測クラブの運営を通じて、計

量トレーサビリティ体系に関するニーズ調査や分析を

行う。その成果に基づき、政府の計量トレーサビリテ

ィ施策に対する技術的支援を、知的基盤整備特別委員

会や計量行政審議会等を通じて行う。 

 

２-(3)-① 計量標準政策に関する調査と技術支援 

【第3期中期計画】 

・我が国の計量関係団体、機関への参画や、計量標準総

合センター（NMIJ）計測クラブの運営を通じて、計

量トレーサビリティ体系に関するニーズ調査や分析を

行う。その成果に基づき、政府の計量トレーサビリテ

ィ施策に対する技術的支援を、知的基盤整備特別委員

会や計量行政審議会等を通じて行う。 

 

【平成25年度計画】 

・計測標準フォーラムや NMIJ 計測クラブにおいて、

技術的な情報交換と計量標準や計量トレーサビリティ

体系に関するニーズの把握を継続するとともに、より

効果的な開催方法を検討する。 

【平成25年度実績】 

・計測標準フォーラム講演会を H25年11月に開催した。

産業の安全・安心を支える標準物質と題して、従来物

理標準が中心であった同講演会において化学標準、標

準物質関係にテーマを拡げ最新情報の提供と意見交換

を行った。従来個別に開催していた計測クラブにおい

て、2件の合同クラブを開催した。また H26年1月に

全計測クラブの概要を紹介する計測クラブ総会を開催

し、クラブ相互の連携を深めた。 

 

２-(4) 計量標準供給制度への技術支援 

【第3期中期計画】 

・JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）等にお

いて、事業者認定のための技術審査、技能試験の実施、

技術的な指針やガイド等の審査基準文書作成を通して

計量標準供給制度の運用に関する技術支援を行い、

JCSS 等の普及及び拡大に貢献する。 

  

２-(4)-① 計量標準供給制度への技術支援 

【第3期中期計画】 

・JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）等にお

いて、事業者認定のための技術審査、技能試験の実施、

技術的な指針やガイド等の審査基準文書作成を通して

計量標準供給制度の運用に関する技術支援を行い、

JCSS 等の普及及び拡大に貢献する。 

 

【平成25年度計画】 

・JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）等にお

いて、認定機関が実施する事業者認定において、技術

審査、技能試験参照値等の提供、審査に係る技術的な

指針やガイド等の文書作成等において、協力を行い、

JCSS 等を通じ計量トレーサビリティのさらなる普及、

拡大を図る。 

【平成25年度実績】 

・計量トレーサビリティの普及、拡大のために、JCSS
（計量法に基づく校正事業者登録制度）等において、

認定機関が実施する事業者認定に関し、100件の技術

審査への協力、15件の技能試験参照値の提供、39件の

技術指針等の作成に協力した。 

 

２-(5) 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化 

【第3期中期計画】 

・産業現場やサービス産業への計量トレーサビリティの

普及を図るため、校正のコスト低減や効率性向上に必

要な技術を自ら開発又は業界との連携の下で開発を行

うとともに、開発した技術を適用した校正等を実施す

る。新たな供給方法として、産業現場で直接校正可能

な技術等の開発を行い、トレーサビリティ体系の合理
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化を図る。 

  

２-(5)-① 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理

化 

【第3期中期計画】 

・産業現場やサービス産業への計量トレーサビリティの

普及を図るため、校正のコスト低減や効率性向上に必

要な技術を自ら開発又は業界との連携の下で開発を行

うとともに、開発した技術を適用した校正等を実施す

る。新たな供給方法として、産業現場で直接校正可能

な技術等の開発を行い、トレーサビリティ体系の合理

化を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・NMIJ にトレーサブルな標準物質の供給に関しては、

24年度に引き続き産総研依頼試験による純度校正サー

ビスの範囲を拡大し、これまでと合わせて200物質以

上の校正サービスを行う。また、核磁気共鳴法による

有機化合物の校正技術に関しては、リンに関して、基

準物質の開発と測定法の標準化を進め、世界に先駆け

て校正技術を実用化する。 

【平成25年度実績】 

・NMIJ にトレーサブルな標準物質の供給に関しては、

これまで整備を行ってきた農薬類標準物質のロット更

新への対応として73件の校正証明書を発行した。一方、

範囲の拡大として、アミノ酸類やビタミンなど健康関

連分野への対応を図り、当該分野を中心に新たに18物

質の純度校正を可能にし、依頼試験による純度校正サ

ービスの対象物質をこれまでと合わせて169物質に拡

充した。また、核磁気共鳴法による有機化合物の校正

技術に関しては、需要の観点からフッ素を優先して基

準物質の開発を行った。 

 

３．法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推進 

【第3期中期計画】 

・法定計量業務について、品質管理の下に適正な試験検

査、承認業務を実施する。特定計量器の利用状況の調

査等を通して計量行政を支援するとともに、計量器の

信頼性を検証するための適合性評価システムの整備・

普及を促進する。 

  

３-(1) 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

【第3期中期計画】 

・特定計量器の基準器検査、型式承認試験、型式承認審

査等の技術的な試験検査業務を国際標準に基づく品質

管理の下に適正に実施する。さらに特定計量器の技術

規格整備や法定計量体系の高度化、合理化、国際化等

の政策課題に関して、利用者、製造事業者及び民間認

証機関への調査を通して、計量行政への支援を行う。 

  

３-(1)-① 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

【第3期中期計画】 

・特定計量器の基準器検査、型式承認試験、型式承認審

査等の技術的な試験検査業務を国際標準に基づく品質

管理の下に適正に実施する。さらに特定計量器の技術

規格整備や法定計量体系の高度化、合理化、国際化等

の政策課題に関して、利用者、製造事業者及び民間認

証機関への調査を通して、計量行政への支援を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・法定計量業務を適正かつ着実に実施する。関連する品

質マニュアル等を継続して整備し、法定計量業務の実

施に必要な法体系の運用を行う。基準器検査について

は、JCSS の活用を念頭にした合理的な検査方法の検

討を推進する。計量器の JIS 化については、昨年度

の検討会の結果を受け、非自動はかり、ガスメーター

の改訂、振動レベル計、騒音計及び濃度計の草案作成

を目指す。法定計量クラブを初めとして、積極的に現

在の法定計量の問題点等について、情報の発信を進め、

適切な法定計量の実施に反映させるための検討を行う。 

【平成25年度実績】 

1) 品質マニュアルを適切に管理するとともに同マニュ

アルに基づく法定計量業務を着実に実施した。 

2) 各種の計量行政会議等に委員として出席し、計量法

上の技術的解釈への調査及び支援業務を行った。 

3) タクシーメーター（JIS D5609）を含む5機種に関

する規格調整委員会に出席し JIS の発行と検則引用

への作業に協力した。 

4) 非自動はかり（JIS B7611）を含む6機種の JIS 原

案作成委員会に委員長（又は委員）として原案を作成

した。 

5) 西日本地域の県行政機関を全て訪問し、基準器利用

の実態を調査した。 

 

３-(2) 適合性評価技術の開発と工業標準化への取組 

【第3期中期計画】 

・特定計量器について、技術基準の国際整合化を図り、

その技術基準に基づき製造される特定計量器の新たな

適合性評価技術の開発、整備を行う。また、一般計測、

分析器及びそれが生み出す測定結果の信頼性を評価す

る技術の開発を行い、評価基準の作成、普及を図る。

さらに、一般計測器、分析器の内蔵ソフトウェア、計

測器モジュールの評価技術基準を作成し、普及を図る。 

  

３-(2)-① 適合性評価技術の開発と工業標準化への取

組 

【第3期中期計画】 

・特定計量器について、技術基準の国際整合化を図り、

その技術基準に基づき製造される特定計量器の新たな

適合性評価技術の開発、整備を行う。また、一般計測、
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分析器及びそれが生み出す測定結果の信頼性を評価す

る技術の開発を行い、評価基準の作成、普及を図る。

さらに、一般計測器、分析器の内蔵ソフトウェア、計

測器モジュールの評価技術基準を作成し、普及を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・自動はかりの JIS 化事業を開始するとともに、将来

の計量証明書発行へ向けた、評価方法の検討を行う。

また、水道メーターの計量証明書発行についても、業

界ニーズの要望を受け、発行へ向けての検討を行う。

国際化への対応については、OIML 又は IEO 会議等

に積極的に参加し我が国の意見を反映させるとともに

関連業界に対する情報提供を行う。また、改訂された

国際基準については、速やかに国内基準への整合化を

進める。 

【平成25年度実績】 

1) 自動はかりの一種であるホッパースケール（JIS 
B7603）に関する原案を作成した。 

2) 新たな OIML 適合証明書の対象機種として OIML 
R49（水道メーター）の発行に関する手続き及び業界

との調整が完了した。 

3) OIML TC6、TC8、TC9及び TC17に参加した。特

に、OIML TC6における OIML R87（包装商品の正

味量）では、我が国の提案に基づき議論が行われた。 

4) 国際法定計量調査研究委員会における各種の作業委

員会及び分科会に専門家を派遣し約20の国際文書の審

議に協力した。  

  

４．国際計量標準への貢献 

【第3期中期計画】 

・計量にかかわる国内の技術動向の調査に基づいて、計

量標準、法定計量に関連する国際活動に主導的に参画

する。特に我が国の技術を反映した計量システムや先

進的な計量標準を諸外国に積極的に普及させるととも

に、メートル条約と法定計量機関を設立する条約の下、

メンバー国と協調して国際計量標準への寄与に努める。

また、二国間 MOU（技術協力覚書）の締結、維持に

より、製品の認証に必要となる計量標準の同等性を確

保し、特定の計量器の適合性評価結果の受入れを可能

にするための国際協力を行う。 

  

４-(1) 次世代計量標準の開発 

【第3期中期計画】 

・国際計量標準の構築において我が国の優位性を発揮す

るため、秒の定義やキログラムの定義等を改定する革

新的な計量標準の開発を世界に先駆けて行う。その成

果を国際度量衡委員会（CIPM）、同諮問委員会、作

業部会等を通して国際計量標準に反映させる。また、

環境、医療、ナノテクノロジー、バイオテクノロジー、

エネルギー関連等の先端産業技術を支援する戦略的な

計量標準に関しては、先進国の計量標準研究所との競

争と協調の下に効率的に開発を進める。 

  

４-(1)-① 次世代計量標準の開発 

【第3期中期計画】 

・新たな光学部品および高精度測温ブリッジなどを用い、

レーザー干渉計による球体体積測定精度を2e-8にまで

高める。分光エリプソメーターによる球体全面にわた

る表面酸化膜厚さ測定および放射光を利用した結晶の

格子面間隔の分布測定の準備を整える。これらの測定

装置により、アボガドロ国際プロジェクトで製作した

シリコン28同位体濃縮結晶球体の体積および球体表面

酸化膜厚さを測定する。さらにシリコン28同位体濃縮

結晶の格子面間隔の分布測定を行う。これらの結果を

基に、2e-8の相対不確かさでのアボガドロ定数決定を

目指す。 

 

【平成25年度計画】 

・新たな光学部品および高精度測温ブリッジなどを用い、

レーザー干渉計による球体体積測定精度を2e-8にまで

高める。分光エリプソメーターによる球体全面にわた

る表面酸化膜厚さ測定および放射光を利用した結晶の

格子面間隔の分布測定の準備を整える。これらの測定

装置により、アボガドロ国際プロジェクトで製作した

シリコン28同位体濃縮結晶球体の体積および球体表面

酸化膜厚さを測定する。さらにシリコン28同位体濃縮

結晶の格子面間隔の分布測定を行う。これらの結果を

基に、2e-8の相対不確かさでのアボガドロ定数決定を

目指す。 

【平成25年度実績】 

・球体体積評価用レーザー干渉計の精度を2e-8に高めた。

分光エリプソメーターによる表面酸化膜厚さ測定およ

び放射光による結晶の格子面間隔分布測定の準備を整

えた。アボガドロ定数を2e-8の精度で決定するために

必須であったシリコン28同位体濃縮結晶球体をより真

球に近づけるための特殊な研磨が完了したが、極めて

難易度の高い研磨のため予想以上に時間がかかった。

ヨーロッパのアボガドロ国際プロジェクト参加研究機

関でのシリコン28同位体濃縮結晶球体を用いた測定が

開始されているが、産総研での測定には至らなかった。 

 

【平成25年度計画】 

・Yb 及び Sr 光格子時計の周波数比の計測を行い、マ

イクロ波周波数標準の限界を超えた評価を行う。また、

時計レーザ雑音の時計周波数への影響を低減させるた

めに、2つの光格子時計の同時測定を行う。さらに、

光格子時計の時計レーザ性能向上のために、波長

1.5mm のレーザを高フィネス光共振器に周波数安定

化し、線幅狭窄を行う。 

【平成25年度実績】 
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・Yb 及び Sr 光格子時計の周波数の同時測定を行い、

両時計の周波数比をマイクロ波周波数標準の不確かさ

を超える精度で測定した。その結果、Yb 及び Sr の

時計遷移周波数比を1.5e-15の不確かさで決定した。

さらに、光格子時計の時計レーザ性能向上のために、

波長1.5µm のレーザを高フィネス光共振器に周波数

安定化し、線幅狭窄及び周波数安定化を行った。 

 

４-(2) 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

【第3期中期計画】 

・国家計量標準の同等性に関する国際相互承認体制

（MRA）及び計量器の技術基準の同等性に関する国

際相互受入れ取決め（MAA）を発展させる活動に率

先して取り組む。具体的にはメートル条約に係る国際

機関、地域機関において技術委員会の主査を務める等、

主導的な活動を行う。また、国際貢献の観点から通商

の基盤となる計量標準確立への途上国支援を行う。 

 

４-(2)-① 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

【第3期中期計画】 

・国家計量標準の同等性に関する国際相互承認体制

（MRA）及び計量器の技術基準の同等性に関する国

際相互受入れ取決め（MAA）を発展させる活動に率

先して取り組む。具体的にはメートル条約に係る国際

機関、地域機関において技術委員会の主査を務める等、

主導的な活動を行う。また、国際貢献の観点から通商

の基盤となる計量標準確立への途上国支援を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・国際計量研究連絡委員会を開催し、計量標準、法定計

量に関する我が国の意見を取りまとめ、メートル条約

の国際度量衡委員会、諮問委員会や国際法定計量委員

会へ適切な専門家を派遣する。また、メートル条約の

国際機関、地域機関において技術委員長等のポストを

継続して獲得する。さらに、途上国の国家計量機関か

らの産総研への研修生の受け入れにおいて、関係機関

との調整を行う。特にアジア太平洋計量計画

（APMP）加盟の途上国に対しては、実情にあった支

援プログラムの検討を行う。 

【平成25年度実績】 

・国際度量衡委員ポストを継続して獲得し、メートル条

約の国際度量衡委員会、諮問委員会、作業部会に専門

家を派遣した。我が国の対処方針を議論する国際計量

研究連絡委員会を2回開催した。国際法定計量委員会

に専門家を派遣し、国際法定計量委員会第二副委員長

のポストを新規に獲得した。アジア太平洋計量計画で

は、技術委員長のポスト3件を継続し、新規に1件を獲

得した。海外計量機関から3名の産総研技術研修生受

け入れを調整した。また東南アジアの計量ネットワー

クの構築を推進するための支援プログラムを立ち上げ

た。 

 

４-(3) 計量標準分野における校正、法定計量分野にお

ける適合性評価の国際協力の展開 

【第3期中期計画】 

・製品の認証に必要となる計量標準の同等性を確保し、

特定の計量器における適合性評価結果の受入れを可能

にするための調査、技術開発を行う。また、受入れに

必要となる二国間 MOU（技術協力覚書）の締結、維

持等の国際協力を行う。 

  

４-(3)-① 計量標準分野における校正、法定計量分野

における適合性評価の国際協力の展開 

【第3期中期計画】 

・製品の認証に必要となる計量標準の同等性を確保し、

特定の計量器における適合性評価結果の受入れを可能

にするための調査、技術開発を行う。また、受入れに

必要となる二国間 MOU（技術協力覚書）の締結、維

持等の国際協力を行う。 

 

【平成25年度計画】 

・計量に関する二国間の MoU に基づいて、引き続き計

量標準の同等性に関する技術協力について相手国の機

関との調整を行う。具体的には、外国の国家計量標準

機関に対してピアレビューアの派遣、招聘や計量標準

の国際比較について調整を行う。日中計量標準会議及

び日韓計量計測標準協力委員会への参加団の派遣に協

力する。 

【平成25年度実績】 

・計量に関する二国間の MoU に基づいて、相手国の機

関と技術専門家やピアレビューアの派遣、招聘の調整

を行った。第11回 NMIJ-KRISS 所長会談（韓国）に

参加団を派遣し、第36回日韓計量計測標準協力委員会

（日本）を開催した。また第10回日中計量標準会議

（中国）に参加団を派遣した。 

 

５．計量の教習と人材の育成 

【第3期中期計画】 

・法定計量業務に対応できるよう、国内の法定計量技術

者の技術力向上を図るための教習を企画、実施する。

公的機関、産業界及び開発途上諸国の計量技術者に対

し、計量標準技術と品質システムの研修を行い、人材

育成を行う。 

  

５-(1) 計量の教習 

【第3期中期計画】 

・計量法に基づき、計量研修センターと計測標準研究部

門を中核として法定計量の教習を企画、実施して、国

内の法定計量技術者の技術力向上を図る。 
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５-(1)-① 計量の教習 

【第3期中期計画】 

・計量法に基づき、計量研修センターと計測標準研究部

門を中核として法定計量の教習を企画、実施して、国

内の法定計量技術者の技術力向上を図る。 

 

【平成25年度計画】 

・行政機関等の計量職員及び計量士を目指す技術者のた

め、一般計量、環境計量及び指定製造事業者制度教習

等を含む各種の計量教習並びに計量士国家試験合格者

を対象とした環境計量及び特定計量証明事業管理者講

習の計量講習を行う。また、つくばセンター（さくら

館）以外の地域で定常的な教習の実施又は可能性を検

討するとともに、効率的かつ効果的な運営を行うため

の検討を行う。さらに、国際化へのプレゼンスを向上

するための実施プログラム、人材及び予算等の検討を

行う。 

【平成25年度実績】 

・一般計量（2回）、環境計、短期計量（2回）、指定製

造事業者制度、計量行政新人、新任所長、及び幹部職

員教習の計量教習、並びに環境計量及び特定計量証明

事業管理者講習の計量講習を計画通り実施した。その

他、基準タンクの検査についての特定教習を実施した。

また、関西センター移転に関連し、法定計量技術科と

連携しつくば以外の地域での研修計画を策定した。さ

らに、国際部門と連携し、APMP・CMM 計測技術研

修（Training course of CMM）をタイ国にて実施し

研修修了者に認定書を発行した。 

 

５-(2) 計量の研修と計量技術者の育成 

【第3期中期計画】 

・計量にかかわる公的機関、産業界及びアジア諸国の技

術者を対象として、啓発、教育、技術トレーニング等

の人材育成プログラムの開発を行い、人材育成を行う。

また、計量技術者の自発的な成長を促進するため、計

量技術に関する情報について体系的に整理を行い、公

開する。 

  

５-(2)-① 計量の研修と計量技術者の育成 

【第3期中期計画】 

・計量にかかわる公的機関、産業界及びアジア諸国の技

術者を対象として、啓発、教育、技術トレーニング等

の人材育成プログラムの開発を行い、人材育成を行う。

また、計量技術者の自発的な成長を促進するため、計

量技術に関する情報について体系的に整理を行い、公

開する。 

 

【平成25年度計画】 

・計量関係技術者を対象とした技術研修事業として、計

測の不確かさ研修又は分析技術者研修を行う。また、

環境計量においては、主として、騒音・振動に関する

環境計量講習修了者を対象とした新たな環境計量士ス

キルアップ研修を行い、濃度分野においてはスキルア

ップ研修の検討及びアンケート調査を行う。 

【平成25年度実績】 

・当初の計画通り、計測の不確かさ研修を実施した。騒

音・振動のスキルアップ研修については、適切な実習

場所等の選定・準備が予想以上に難航したため、実施

を見送った。濃度分野のスキルアップ研修については

検討の端緒として、各教習・講習後に行ったアンケー

トの回答に基づく見直しを行った。 

 

【平成25年度計画】 

・計量技術者の技術向上に資する技術文書をホームペー

ジに掲載するとともに、計量技術者を対象とした計量

標準に関するセミナー、講演会を実施する。 

【平成25年度実績】 

・計量標準報告などを通じて、調査資料や技術文書を9

件ホームページに掲載した。また、計量技術者を対象

とする、NMIJ 成果報告会、NMIJ 標準物質セミナー

を開催するとともに、NITE 主催の JCSS20周年シン

ポジウムにおける後援、日本品質保証機構主催のマネ

ジメントシステムのための計量計測トレーサビリティ

講演会の後援と講師派遣を通じて、計量標準の啓発を

図った。 
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５．職  員 

平成25年度形態別・機能別職員数 

所属名称 役員 職員 

              

総計 研究

職 

          

事務職

等 
（内） 

パーマ

ネント 

（内） 

招へい

任期付 

（内） 

博士型

任期付 

（内） 

研究テ

ーマ型 

（内） 

産業技

術人材

育成型 

理事 11                 11 

監事 2                 2 

参事   1             1 1 

フェロー                   
 

環境・エネルギー分野   1 1 1           1 

ライフサイエンス分野   1 1 1           1 

情報通信・エレクトロニクス分野   1 1 1           1 

ナノテクノロジー・材料・製造分野   1 1 1           1 

計測・計量標準分野   1 1 1           1 

地質分野   1 1 1           1 

糖鎖医工学研究センター   7 7 6 1         7 

新燃料自動車技術研究センター   13 13 10   2   1   13 

生命情報工学研究センター   12 12 10 1 1       12 

生産計測技術研究センター   27 27 22   4   1   27 

ナノチューブ応用研究センター   21 21 13   4   4   21 

ネットワークフォトニクス研究センター   14 14 8   2   4   14 

サービス工学研究センター   18 18 17   1       18 

メタンハイドレート研究センター   11 11 5   2 4     11 

活断層・地震研究センター   29 29 21 1 3   4   29 

幹細胞工学研究センター   18 18 14   2   2   18 

集積マイクロシステム研究センター   23 23 16   5   2   23 

コンパクト化学システム研究センター   27 27 24   1   2   27 

先進パワーエレクトロニクス研究センター   25 25 19   3 1 2   25 

デジタルヒューマン工学研究センター   15 15 12   1   2   15 

ナノスピントロニクス研究センター   14 14 9 1 3   1   14 

太陽光発電工学研究センター   28 28 21   1 4 2   28 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター   21 21 16   3 1 1   21 

バイオマスリファイナリー研究センター   16 16 12   2   2   16 

創薬分子プロファイリング研究センター   11 11 9   1   1   11 

触媒化学融合研究センター   19 19 17   1   1   19 

再生可能エネルギー研究センター  17 17 12   5       17 

計測標準研究部門   242 242 234   5   3   242 

地圏資源環境研究部門   60 60 50   4   6   60 

知能システム研究部門   71 71 65   3   3   71 

計測フロンティア研究部門   54 54 45   4   5   54 

ユビキタスエネルギー研究部門   75 75 68   3   4   75 

先進製造プロセス研究部門   105 105 93   6   6   105 

サステナブルマテリアル研究部門   54 54 48   4   2   54 

地質情報研究部門   108 108 95   5 1 7   108 

環境管理技術研究部門   62 62 49   6   7   62 

環境化学技術研究部門 
 

40 40 33 
 

4 1 2 
 

40 

エネルギー技術研究部門   112 112 99   5   8   112 

情報技術研究部門   34 34 28   2   4   34 

安全科学研究部門   45 45 39   2 2 2   45 

健康工学研究部門   63 63 58   3   2   63 

生物プロセス研究部門   67 67 56   5   6   67 

バイオメディカル研究部門   83 83 76 1 2   4   83 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門   82 82 75   3   4   82 

ナノシステム研究部門   94 94 86 1 3   4   94 

ナノエレクトロニクス研究部門   50 50 44 1 3   2   50 

電子光技術研究部門   59 59 57   2       59 

セキュアシステム研究部門   32 32 27 1 3   1   32 

環境・エネルギー分野研究企画室   9 8 8         1 9 

ライフサイエンス分野研究企画室   8 6 6         2 8 

情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室   9 7 6       1 2 9 
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所属名称 役員 職員 

              

総計 研究

職 

          

事務職

等 
（内） 

パーマ

ネント 

（内） 

招へい

任期付 

（内） 

博士型

任期付 

（内） 

研究テ

ーマ型 

（内） 

産業技

術人材

育成型 

ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画室   7 6 6         1 7 

計測・計量標準分野研究企画室   5 4 4         1 5 

地質分野研究企画室   7 6 6         1 7 

地質調査情報センター   19 6 6         13 19 

地質標本館   16 9 9         7 16 

計量標準管理センター   26 19 19         7 26 

企画本部   64 42 42         22 64 

コンプライアンス推進本部   11 3 3         8 11 

イノベーション推進本部   14 14 14           14 

 イノベーション推進企画部   20 12 12         8 20 

 知的財産部   25 6 5 1       19 25 

 産学官連携推進部   45 7 7         38 45 

 国際部   18 8 8         10 18 

 ベンチャー開発部   8 2 2         6 8 

 国際標準推進部   9 5 5         4 9 

 イノベーションスクール   1 1 1           1 

つくばイノベーションアリーナ推進本部   27 13 11 1 1     14 27 

研究環境安全本部                   
 

 研究環境安全企画部   24 3 3         21 24 

 環境安全管理部   26 11 10 1       15 26 

 研究環境整備部   21             21 21 

 情報環境基盤部   16 3 3         13 16 

総務本部                   
 

 人事部   63 6 6         57 63 

 財務部   41             41 41 

 ダイバーシティ推進室   4 3 3         1 4 

 業務推進支援部   11             11 11 

評価部   20 17 17         3 20 

広報部   23 4 4         19 23 

監査室   4             4 4 

東京本部   1             1 1 

北海道センター   21 6 6         15 21 

東北センター   16 5 5         11 16 

つくばセンター   2 2 2           2 

つくばセンターつくば中央第一事業所   12             12 12 

つくばセンターつくば中央第二事業所   37             37 37 

つくばセンターつくば中央第三事業所   12             12 12 

つくばセンターつくば中央第四事業所   12             12 12 

つくばセンターつくば中央第五事業所   19 1 1         18 19 

つくばセンターつくば中央第六事業所   15             15 15 

つくばセンターつくば中央第七事業所   15             15 15 

つくばセンターつくば西事業所   21             21 21 

つくばセンターつくば東事業所   15             15 15 

臨海副都心センター   22 4 4         18 22 

中部センター   32 8 8         24 32 

関西センター   39 10 10         29 39 

中国センター   13 3 3         10 13 

四国センター   13 3 3         10 13 

九州センター   13 2 2         11 13 

福島再生可能エネルギー研究所   10 3 3         7 10 

職員合計 13 2926 2262 1997 11 125 14 115 664 2939 
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